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(1)	
 

Ⅰ．総	
 	
 	
 説 
	
 

１．概	
 	
 要	
 

	
 任	
 務：	
 	
 

	
 独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、平成13年4月の発足以来、旧工業技術院時代の

研究所単位の研究活動を統合して、今後の産業技術シーズとなる大学等の基礎的研究の成果を民間企業が行う製品化

につなぐために出口を見据え基礎から製品化に至る連続的な研究（「本格研究」）を一貫して推進し、我が国のイノベ

ーション創出に大きく貢献をしてきた。また、同時に、研究所内の資源配分を旧工業技術院の枠組みにとらわれずに

最適化し、社会的、政策的な研究ニーズに応じて機動的かつ柔軟に研究組織の廃止又は新設を行う等の適時、かつ、

適確な見直しを行い、イノベーション創出と業務の効率化を両立させるよう努めてきた。	
 

	
 このような取組により、これまでに管理費を削減するなどの効率化を図る一方で、第1期、第2期中期目標期間にお

ける特許や計量標準等の目標を達成するとともに、国際的な研究開発能力の指標である論文被引用件数についても高

い成果を挙げてきた。	
 

	
 第3期は、近年の技術の高度化、複雑化により基礎的研究と製品化研究の間に存在する技術課題が増大し、基礎的

研究の成果を製品化につなぐという産総研の機能がこれまで以上に重要とされる中、政府として実現を目指している

「課題解決型国家」に貢献するため、「21世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ機能の強化」を大きな柱

に位置づけて、重点的に研究開発等に取り組む。	
 

	
 

	
 「21世紀型課題の解決」への取組として、経済と環境を両立する「グリーン・イノベーション」の推進のため、太

陽光発電等の低炭素社会実現に貢献する技術等を開発するとともに、国民生活向上のための「ライフ・イノベーショ

ン」の推進のために、創薬、医療、介護を支援する技術等の開発を行う。また、産総研の優位性を活かし情報通信技

術、材料、部材技術等の革新的な技術開発を行う他、地域においても、地域ニーズを踏まえた国内最高水準の研究開

発を行う。さらに、計量標準の充実及び高度化、地質情報の整備等とともに、新規技術の性能及び安全性評価、国際

標準化等により、産業や社会の「安全・安心」を支える新時代の産業基盤の整備を行う。	
 

	
 「オープンイノベーションハブ機能の強化」として、産学官が一体となって研究開発や実用化、標準化等を推進す

るための「場」を産総研が提供する。産総研施設の外部利用、地域の中小企業等やアジア等との連携を含め、オープ

ンイノベーションのハブとなるための新たなイノベーションシステムを構築する。また、我が国の産業技術の向上に

資することができる人材を社会に輩出するため、ポスドク等の若手研究者の育成や中小企業等の企業研究者の受入れ

等によりイノベーティブな人材養成を推進する。	
 

	
 

	
 産総研は、上記の取組を実施するにあたり、例えば「グリーン・イノベーション」分野での太陽光発電技術等や

「ライフ・イノベーション」分野での生活支援ロボット等、産総研が第1期、第2期中期目標期間を通じて蓄積してき

た実績を更に発展させる形で、取り組む。また、産総研が果たすべき社会における役割を強く認識し、我が国社会の

一員として、また各研究拠点が設置されている地域社会の一員として、社会に開かれ、社会で活用され、社会ととも

に歩むことを通じて、世界をリードする研究成果等を創出することにより、人類の持続的成長に大きく貢献する。	
 

	
 	
 

組	
 織：	
 	
 

	
 産業技術総合研究所は、平成17年度に非公務員型の独立行政法人へ移行したことに伴い、柔軟な人材交流制度を構

築するなど、そのメリットを最大限活用することにより組織のパフォーマンス向上を図っているところである。平成

22年10月には組織及び業務体制の見直しを行い、研究開発の中核をなす研究推進組織と、研究開発の運営業務に携わ

る事業組織・本部組織で構成する新しい体制へと移行した。	
 

	
 研究推進組織としては、「研究ユニット」、「研究企画室」、「特許生物寄託センター」、「地質調査情報センター」、

「地質標本館」、「計量標準管理センター」を、また平成23年4月に「ナノデバイスセンター」を設置した。このうち、

「研究ユニット」には、時限的・集中的に重要テーマに取り組む「研究センター」、中長期戦略に基づき継続的テー

マに取り組む「研究部門」、研究センター化を目指して分野融合性の高いテーマ等に機動的・時限的に取り組む「研

究ラボ」の3つの形態がある。また、事業組織として、「東京本部」、「北海道センター」、「東北センター」、「つくばセ

ンター」、「臨海副都心センター」、「中部センター」、「関西センター」、「中国センター」、「四国センター」、「九州セン

ター」を、本部組織として、「企画本部」、「コンプライアンス推進本部」、「イノベーション推進本部」、「研究環境安

全本部」、「総務本部」、「評価部」、「広報部」を設置した。	
 



総	
 説	
 

(2)	
 

	
 なお、寄託生物の管理に係わる業務を独立行政法人製品評価技術基盤機構に承継したことに伴い、「特許生物寄託

センター」を平成24年4月に廃止した。	
 

	
 

平成25年3月31日現在、常勤役員13名、研究職員2,275名、事務職員654名の合計2,942名である。	
 

	
 

沿	
 革：	
 

①	
 平成13年1月	
 

	
 中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各課は産業技術

環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所として再編された。	
 

②	
 平成13年4月	
 

	
 一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院15研究所と計量教習所が統合され、独立行政法人産業技

術総合研究所となった。	
 

③	
 平成17年4月	
 

	
 効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の非特定独立行政法人へと移行した。	
 

	
 

産業技術総合研究所の業務の根拠法：	
 

①	
 独立行政法人通則法	
 （平成11年7月16日法律第103号）	
 

	
 （最終改正：平成24年6月27日（平成24年法律第47号））	
 

②	
 独立行政法人産業技術総合研究所法	
 （平成11年12月22日法律第203号）	
 

	
 （最終改正：平成19年5月11日（平成19年法律第36号））	
 

③	
 独立行政法人通則法等の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に関する政令	
 

	
 （平成12年6月7日政令第326号）	
 

④	
 独立行政法人産業技術総合研究所の業務運営並びに財務及び会計に関する省令	
 

	
 （平成13年3月29日経済産業省令第108号）	
 

（最終改正：平成22年11月26日経済産業省令第59号）	
 

	
 

	
 主務大臣：	
 

	
 	
 経済産業大臣	
 

	
 

	
 主管課：	
 

	
 	
 経済産業省産業技術環境局技術振興課	
 

	
 

	
 	
 産業技術総合研究所の事業所の所在地（平成25年3月31日現在）：	
 

①	
 東京本部	
 〒100-8921	
 東京都千代田区霞ヶ関1-3-1	
 

②	
 北海道センター	
 〒062-8517	
 北海道札幌市豊平区月寒東2条17-2-1	
 

③	
 東北センター	
 〒983-8551	
 宮城県仙台市宮城野区苦竹4-2-1	
 

④	
 つくばセンター	
 〒305-8561	
 茨城県つくば市東1-1-1（代表）	
 

⑤	
 臨海副都心センター	
 〒135-0064	
 東京都江東区青海2-3-26	
 

⑥	
 中部センター	
 〒463-8560	
 愛知県名古屋市守山区下志段味穴ケ洞2266-98	
 

⑦	
 関西センター	
 〒563-8577	
 大阪府池田市緑丘1-8-31	
 

⑧	
 中国センター	
 〒739-0046	
 広島県東広島市鏡山3-11-32	
 

⑨	
 四国センター	
 〒761-0395	
 香川県高松市林町2217-14	
 

⑩	
 九州センター	
 〒841-0052	
 佐賀県鳥栖市宿町807-1	
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(3)	
 

２．動	
 	
 向	
 

産総研の分野別年間研究動向の要約	
 

Ⅰ．環境・エネルギー分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 産総研で重点的に取り組んでいる「グリーン・イノベーションの推進」において、環境・エネルギー分野（以下、

「環エネ分野」）は大きな役割を担っている。環エネ分野では「グリーン・イノベーションの推進」に向けて、(1)	
 

再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発、(2)	
 省エネルギーのための技術開発、(3)	
 資源の確保と有効利

用技術の開発、(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発、(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発、の

5項目の重点戦略を策定し、これに沿った研究開発を実施している。	
 

(1)	
 再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発	
 

	
 低炭素社会の構築に向けて、枯渇の心配がない再生可能エネルギーの導入拡大が必須とされている。環エネ分

野では、再生可能エネルギーを最大限に有効利用するために、太陽光発電や風力発電の高性能化・高信頼性化や

バイオマスからの液体燃料製造などに関する技術開発を進めている。	
 

(2)	
 省エネルギーのための技術開発	
 

	
 省エネルギーは、温室効果ガス削減に直接的かつ早期の効果が期待されている。環エネ分野では、エネルギー

を高効率で利用するための高性能蓄電デバイスや燃料電池などの技術開発、省エネルギーのためのエネルギーマ

ネジメントシステムなどに関する技術開発を進めている。	
 

(3)	
 資源の確保と有効利用技術の開発	
 

	
 物質循環型社会を実現するためには、バイオマス資源や鉱物資源など、多様な資源の確保とその有効利用が不

可欠である。環エネ分野では、バイオマスなどの再生可能資源を原料とする化学品や燃料を製造するプロセスの

構築と高度化を進めている。また、枯渇性資源である石炭やメタンハイドレートなどの化石資源やレアメタルな

どの鉱物資源を有効に利用する技術やリサイクル技術などに関する技術開発を進めている。	
 

(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発	
 

	
 産業分野での省エネルギー、低環境負荷を実現するためには、各産業の製造プロセスの革新が必要である。	
 

	
 環エネ分野では、化学品等の製造プロセスにおける環境負荷物質排出の極小化や、分離プロセスの省エネルギ

ー化を目指す、グリーン・サステイナブルケミストリー技術の開発を進めている。また、様々な産業活動に伴い

発生した環境負荷物質の低減と、環境修復に関する技術開発を進めている。	
 

(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発	
 

	
 持続可能社会を構築するためには、新しいエネルギー技術や先端材料の開発とともに、それらを正しく評価、

管理する必要がある。環エネ分野では、新しいエネルギー技術の導入シナリオを分析・評価するとともに、二酸

化炭素削減に関する各種取り組みに対する評価を行う。また、産業活動における化学物質によるリスクや環境負

荷物質による環境影響を正しく評価するための技術開発を進めている。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 環エネ分野では、7つの研究センター（太陽光発電工学研究センター、バイオマスリファイナリー研究センター、

水素材料先端科学研究センター、新燃料自動車技術研究センター、メタンハイドレート研究センター、コンパクト

化学システム研究センター、先進パワーエレクトロニクス研究センター）、5つの研究部門（ユビキタスエネルギー

研究部門、環境管理技術研究部門、環境化学技術研究部門、エネルギー技術研究部門、安全科学研究部門）を中心

に研究開発を行っている。なお、環エネ分野以外の5研究分野とも強く連携を取りつつ、上記重点戦略達成に向け、

研究開発を進めている。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 平成24年度の主な研究動向は以下のとおりである。	
 

(1)	
 再生可能エネルギーの導入を拡大する技術の開発	
 

・太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化において、太陽電池モジュールの信頼性向上に資する部材の設計指針を明

確化した。また、市場で大きな問題となっている電圧誘起劣化の解消に資するモジュール及び設置コストの大幅

低減に資する軽量モジュールを実現した。	
 

・薄膜太陽電池の高効率化において、小面積セルで確立した高効率化技術を適用することで、集積型 CIGS フレ
キシブルサブモジュールで変換効率16.2%を実現した。格子整合しない材料系同士の積層を可能にするスマート
スタック技術を開発し、その有効性を太陽電池において実証した。	
 



総	
 説	
 

(4)	
 

・次世代型太陽光エネルギー利用技術において、多孔質半導体光電極による水分解の太陽エネルギー変換効率を、

従来に比べ5割程度向上させ、1枚単独の酸化物光電極としては世界最高の太陽光エネルギー変換効率（1.28%）
を得ることに成功した。	
 

・電力変換エレクトロニクス技術の開発において、超低損失化が期待できる独自の IEMOS構造を用いた、実用レ
ベルの1200V、10A級 SiC-MOSFETの特性改善に成功し、量産レシピを完成させ、外部への試供を開始した。	
 
(2)	
 省エネルギーのための技術開発	
 

・次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイスの開発において、酸化物正極について、初期放電容量251mAh/g、
20サイクル後の容量維持率88%を示す遷移金属組成比制御法および Fe 価数制御法を開発した。またリチウム－
空気電池において、世界で初めて酸素雰囲気ではない空気中にて安定な充放電を実現した。また、世界で初めて

無機材料のみで全固体型リチウム-空気電池を構築し、充放電作動することを確認した。	
 

・燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発において、水素中における材料強度のデータベースが、規制見直し作業の

主要技術データに採用されるとともに、産業界に提供され、世界唯一の高圧水素中材料強度データとして日本で

の水素技術の導入を支えた。	
 

	
 ・低温水蒸気ガス化プロセスの基盤技術開発において、2塔循環式連続石炭ガス化装置により、6時間以上の連続

ガス化実験を実施、ガス化温度850℃、（水蒸気/炭素）モル比1.5の条件で、ガス化効率63%を達成した。大型コ
ールドモデルによる実験では、粒子質量フラックス500kg/m2s 以上、粒子の体積比2%を達成し、高循環速度と
高濃度を両立した。	
 

・レーザー加工による製造の高効率化において、難加工性透明材料に対し、レーザー誘起背面湿式加工法により少

ない工程で微細加工を行う装置を開発し、企業との連携により、製造ライン向け実用機の開発に成功した。	
 

(3)	
 資源の確保と有効利用技術の開発	
 

・タンタルコンデンサ回収リサイクル技術の実証導入において、廃プリント基板からレアメタルを高精度に回収す

る技術を初めて実用化した。また、都市鉱山茨城モデルのリサイクルプラントに開発した技術を導入し、最大で

純度約97%のタンタルコンデンサの回収に成功した。	
 
・メタンハイドレートからの天然ガス生産技術の開発において、海洋産出試験に対する生産性・生産挙動および貯

留層特性評価を行うと共に、技術移転等を目的とするメタンハイドレート研究アライアンス事業を推進した。	
 

(4)	
 産業の環境負荷低減技術の開発	
 

・エネルギーマネジメントシステムのための技術開発において、複数住宅を対象とした住宅用エネルギーネットワ

ークの統合マネジメント実験に着手し、温水需要の少ない夏期においても省エネルギー効果が得られることを検

証した。太陽光発電による電圧上昇に関する実験に着手し、実験設備における太陽光発電逆潮流による配電線電

圧上昇を確認した。これまでの開発技術による二酸化炭素削減効果は約8%（シミュレーションによる評価）で
あることを確認した。	
 

・コンパクトな化学プロセスを実現する技術において、環境負荷を低減する特異的反応場利用技術として、有機溶

媒の代わりに水と二酸化炭素を溶媒として利用した高性能の触媒反応系を構築した。実例として、フラン類の1

種であるフルフラールの水素化触媒反応プロセスを開発し、有機溶媒を使用しないテトラヒドロフルフリルアル

コールの生成を従来法の110%の反応速度で達成した。	
 
(5)	
 グリーン・イノベーションの評価・管理技術の開発	
 

・リスクトレードオフを考慮した評価及び管理手法の開発において、社会全体の化学物質のリスクを適切に管理す

ることを目的にリスクトレードオフ解析手法を開発し、評価書、ばく露モデル、ガイダンス文書等の研究成果を

WEBサイトで公開した。さらに、OECDばく露評価タスクフォースで発表を行うなど、国内外への成果の発信
を実施した。	
 

・環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の開発において、半導体封止材用のエポキシ樹脂の合成法に関して、最

適な触媒を開発することにより、塩素を使うことなく過酸化水素を酸化剤に用いる高効率な合成法を開発した。	
 

	
 

Ⅱ．ライフサイエンス分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 ライフサイエンス分野では、健康で安心して暮らすことができる健康長寿社会の実現および環境負荷を抑えた持

続可能な社会の実現を目指し、新たな健康評価技術や創薬支援技術の開発あるいは個人の状態に合わせて健康維

持・増進・回復を支援する技術の開発により、ライフ・イノベーションに貢献する。また、バイオプロセスを用い

た環境負荷低減技術の開発によりグリーン・イノベーションに貢献する。	
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２．分野の組織構成	
 

	
 当分野は4つの研究センター（糖鎖医工学研究センター、生命情報工学研究センター、バイオメディシナル情報

研究センター、幹細胞工学研究センター）、4つの研究部門（健康工学研究部門、バイオメディカル研究部門、生

物プロセス研究部門、ヒューマンライフテクノロジー研究部門）から構成され、バイオテクノロジーから医工学・

人間工学までの幅広い研究分野の研究開発等を実施している。また、分野を跨る融合研究を推進することにより、

新領域の技術開発にも積極的に取り組んでいる。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 以下に平成24年度の主な研究動向を示す。	
 

(1)	
 健康を守るための先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発疾病の予防や早期診断、早期治療、個の医療の充

実などの課題を解決するため、細胞操作及び生体材料技術を応用した再生医療技術や先端医療支援技術の開発、医

療機器の開発基盤の整備を行う。また、有用な新規バイオマーカーを利用して疾病の予防や早期診断を行うために、

生体分子の機能分析及び解析技術の開発を行う。さらに情報処理と生物解析の連携、融合により、安全性を保ちつ

つ開発コストを低減する高効率創薬技術の開発を行う。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・ヒト幹細胞の標準化に貢献する技術として、未分化ヒト ES/iPS 細胞を認識するプローブ「AiLec-S1」の開発に
成功した。本プローブを用いて、ヒト細胞の培養液一滴を検体とするだけで、そこに混入している腫瘍化源とな

る未分化 ES/iPS 細胞の数を測定する評価技術を確立し、さらに、分化細胞内に混在した未分化細胞を除去する
技術を確立した。	
 

・生体内で有用な細胞を直接作り出すダイレクトリプログラミングの基盤技術として、炎症性サイトカインを誘導

せず障害性の低い次世代 RNA ベクターを開発し、10個の外来遺伝子をヒトゲノムに組込むことなく安定に発現
させることに成功した。	
 

・ヒト脂肪組織中のマクロファージの中に、間葉系幹細胞と同様の分化能を示す新しい幹細胞集団を発見した。本

細胞集団を活用して、再生医療に使用する間葉系幹細胞の標準化や分化能の評価法の構築が期待される。	
 

・これまで手作業でしか行えなかったライフサイエンス系実験のベンチワークを高度化する人型汎用ロボットシス

テムを開発した。本ロボットを利用し、細胞内タンパク質を質量分析によって絶対定量するワークフローを完成

させ、その結果、熟練した人手による作業よりも、実験結果に高い再現性が得られることを確認した。また、こ

のシステムを活用し、製薬企業で開発中の化合物処理による細胞内タンパク質量の変動解析を実施した。	
 

・様々なレクチンを組み合わせた IGOT-LC/MS 法を用いて、培養細胞や野生型マウス組織から、特定の糖鎖構造
のキャリアー分子候補を数100種類同定した。さらに、糖鎖改変マウス組織を用い、糖鎖構造変化を示した糖タ

ンパク質を網羅的に同定、比較することで、N 型糖鎖合成における糖転移酵素アイソマーの役割分担を世界で

最初に報告した。	
 

・マウス組織において糖タンパク質を分析し、同定した2,500種あまりの糖タンパク質とその糖鎖結合部位を糖タ

ンパク質データベース（GlycoProtDB）に掲載し、公開した。また糖鎖遺伝子ノックアウトマウスにおける糖
タンパク質の網羅的同定解析も行った。	
 

・アシュワガンダ葉のアルコールエキス（iExtract）とその成分 Withanone はがん細胞を選択的に殺傷させる。
がん細胞死における分子標的をバイオインフォマティクスと生化学的アプローチを用いて解析し、優れた抗がん

転移活性を示すアシュワガンダ由来植物化学成分の組み合わせを開発した。また、アシュワガンダ葉水エキス中

に抗がん活性と神経細胞の発生活性を見出した。	
 

・新規細胞増殖因子（シグナル分子）FGFC を創製し、放射線被ばくによる生命への重篤な影響に対する効果を
調べた。FGFC を投与したマウスは、生存日数が延長し、FGFC が放射線障害の予防・治療に有効である可能
性が示された。	
 

・胃がん発生機序の解明に向け、細胞内シグナルを撹乱するピロリ菌の発癌タンパク質 CagA の立体構造を決定
した。また、CagA の C 末端の天然変性領域が投げ縄状の構造をとり、これが細胞内シグナルの撹乱に寄与し
ている事を明らかとした。	
 

・ウイルス RNA 合成酵素が RNA 合成を正確に終結させる様子を動画として提示し、ウイルス RNA 合成酵素の
もつゲノム複製の分子機構を明らかにした。また発生、分化、がん化に関わる低分子 RNA の発現を制御するヒ
ト由来 RNA合成酵素群の発現系を構築し、発現タンパク質の結晶化に成功した。	
 
・転写産物配列情報の解析ツールとして開発したソフトウェア（Spaln2）の性能を、エキソン認識精度と計算速
度を実データとシミュレーションを用いて検証した結果、他のソフトウェアと比較して、Spaln2が最も高精度
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であり速度的にも優れていることを実証した。	
 

・ライフサイエンス研究分野のデータベース、解析ツール、予測ソフトウェアの統合化を目指した実用的な情報基

盤開発を進めた。1)プラットフォーム型のサービスとして RNA 解析や分子解析に関する、2つのワークフロー
の開発・拡張・公開を実施し、また、2)	
 セマンティク技術を用い、所内で開発された独自の解析ツールとデー

タベースに格納された RDF形式のデータとの連携可能な基盤技術を構築し、サービスとして公開した。	
 
・化合物データベースの秘匿検索技術の開発をめざし、楕円曲線暗号を用いることにより暗号演算部分の実装を10

倍ほど高速化させた。また数百万件の化学分子データベース PubChem に本手法を適用し、実用的な検索シス

テムを作り上げた。	
 

(2)	
 健康な生き方を実現する技術の開発	
 

	
 心身ともに健康な社会生活を実現するために、高齢者のケア、健康の維持増進、社会不安による心の問題の解決

が社会の重要課題になっている。そこで、健康な生き方を実現する技術の開発を目指して、ストレス等を含む心身

の健康状態を定量的に計測する技術や、個人に適した治療やリハビリテーションによる健康の回復、維持増進を支

援する技術の開発を行う。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・ストレス性睡眠障害モデルマウスを用いて、睡眠障害の改善作用を有する乳酸菌 SBL88を同定することに成功
した。	
 

・ナノカーボンを活用した新規ドラッグデリバリーシステムを開発した。すなわち、カーボンナノチューブと特定

の温度で内包分子を放出する温度感受性リポソームを組み合せて、電圧をかけることによって目的位置まで正確

に分子を運び、レーザー光照射によって分子を放出できる分子複合体（＝ナノ電車）を開発した。	
 

・カーボンファイバー柔軟性電極からなるアクチュエータの実用化研究を企業と共同で開始した。アクチュエータ

性能を伸縮率5%へ向上させる為、産総研で開発されたスーパーグロースカーボンナノチューブを用い、ポリマ
ー、イオン液体との分散技術を改良した。また、電荷移動錯体を電極層に添加することで、アクチュエータの実

用的課題である DC通電時の長期耐久性が改良できることを見出した。	
 
・世界に先駆けて、状況に応じて同じ事柄を異なる意味をもつ事柄として認識するための神経機構を脳の嗅周囲皮

質に発見した。物事の柔軟な認知を支える脳メカニズムの解明に手掛かりを与え、認知症患者の心の働きへの理

解に寄与することが期待される。	
 

・脳損傷後の機能回復に伴う神経回路の再編成を調べるために、リハビリ訓練による把持動作の回復前後に脳機能

イメージングおよび電気生理学的解析を行った。その結果、損傷周囲の脳領域で生じる神経活動の変化と神経線

維の構造的変化が、把持動作の機能回復にかかわる運動出力を強化している可能性があることを見出した。	
 

・ニューロコミュニケーターの高度化を目指し、ヘッドギアの形状変更や充電式脳波計の導入によってポータブル

な脳波計測システムのハードウェア面における改良に成功した。また、脳波解析アルゴリズムの向上による脳内

意思解読効率の向上や眼球運動を必要としない「紙芝居方式」の刺激法の導入により、ソフトウェア面において

も意思伝達支援技術の実用化を進めることに成功した。	
 

・紙と両面テープを使い、わずか数円の低コストでマーカー測定チップを作製し（＝超低コスト医療診断チップ）、

電力や煩雑な操作を要せずにニトロセルロース由来の測定基盤を用いて感度良くアディポネクチンを対象とする

サンドイッチ ELISA法を構築した。	
 
・独自のコーティング技術により微量遺伝子検知用マイクロ流体デバイス型 PCR の感度の大幅向上に成功し、プ
ロトタイプ機を開発。大気試料中の炭疽菌芽胞モデルを計測できる事を実証し、高性能で廉価な装置の製品化の

目処を立てた。	
 

(3)	
 産業の環境負荷低減に役立つバイオプロセス活用による高品質物質の高効率な生産技術の開発	
 

	
 化学プロセスに比べて反応の選択性が極めて高く、高付加価値化合物の効率的な生産が可能なバイオプロセス

（微生物や酵素を利用した物質生産）の活用範囲の拡大を目指して、微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明、

生体高分子の高機能化とバイオプロセスの高度化技術・設計技術、遺伝子組換え植物の作出技術及び密閉型遺伝子

組換え植物生産システムの実用化のための技術開発を進め、高効率なバイオものづくり技術を開発する。	
 

以下に代表的研究成果を示す。	
 

・生物種固有であると信じられてきたリボソーム小サブユニットに含まれる16S rRNAの系統的な置換変異実験の
結果、進化系統分類上の綱（クラス）を超えて、様々な微生物由来の16S rRNAが大腸菌の欠損を機能相補しう
ることを発見した。こうして得た変異株ライブラリーに対して野生型大腸菌での発現レベルが低い遺伝子を導入

した結果、発現が向上する株を見出した。	
 

・ダイズの難防除害虫であるホソヘリカメムシが土壌中の殺虫剤分解細菌を取り込むことにより農薬耐性能を獲得
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することを明らかにした。殺虫剤抵抗性は害虫自身の遺伝子で決定されるものという従来の常識を覆すものであ

り、害虫の新規防除技術への展開が期待される。	
 

・光合成によって二酸化炭素を効率よく有機化合物に変換することができる藻類の一種であるミドリムシが作る高

分子に、ミドリムシから得られる油脂成分を付加することで、従来のバイオプラスチックや石油由来の樹脂に劣

らない耐熱性と熱可塑性をもつバイオプラスチックを開発した。	
 

	
 

Ⅲ．情報通信・エレクトロニクス分野	
 

１．分野の目標	
 

情報通信・エレクトロニクス分野においては、持続的発展可能な社会の実現に向けて分野の担うべきミッショ

ンを「新しいデバイスの開発と IT（情報技術）の有効活用によって省エネを進め、安全やサービスへの応用によ
って、健全な社会の発展に寄与すること」と定めて研究開発を行っている。このミッションを実現するために以下

の3つを分野の戦略目標として定めている。	
 

(1)	
 高速光スイッチ、不揮発メモリ、フレキシブルディスプレイなどの新しい機能を低エネルギーで発揮するデバ

イスを開発する。	
 

(2)	
 IT（情報技術）活用による安全・安心な社会生活を実現するために、ディペンダブル IT システムの研究開発
を推進する。	
 

(3)	
 サービスを科学し、機械化することにより、GDPの7割を占めるサービス産業の効率化と新サービス産業を創
出する。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 当分野の研究組織は、5つの研究センター（ネットワークフォトニクス研究センター、ナノスピントロニクス研

究センター、フレキシブルエレクトロニクス研究センター、サービス工学研究センター、デジタルヒューマン工学

研究センター）、5つの研究部門（知能システム研究部門、ナノエレクトロニクス研究部門、電子光技術研究部門、

情報技術研究部門、セキュアシステム研究部門）で構成されている。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

(1)	
 高速光スイッチ、不揮発メモリ、フレキシブルディスプレイなどの新しい機能を低エネルギーで発揮するデバイ

スの開発	
 

・ネットワークフォトニクス研究センターでは、超低エネルギーで動作可能なダイナミック光パスネットワーク技術

の開発を行っている。その一つである、複数の非圧縮スーパーハイビジョン映像を切り替える放送局舎内 LAN シ
ステムの動態展示を、NHK 技研公開で行った。また、光波の位相をネットワーク上で同期する技術開発に取り組
み、位相変調信号の雑音除去および低電力な集積型位相信号復調方式の基本動作を確認した。	
 

・ナノスピントロニクス研究センターでは、大容量不揮発性メモリ「スピン RAM」に関する基盤技術の開発を行っ
ている。スピン RAM の高速化のため、記憶層となる垂直磁化膜の開発を行い、1ナノ秒以下の高速スピントルク

磁化反転が可能であることを確認した。	
 

・フレキシブルエレクトロニクス研究センターでは、フレキシブルディスプレイなどのフレキシブル情報端末デバイ

スの開発を行っている。フレキシブルディスプレイ用 TFT の高性能化をもたらす半導体薄膜の新規印刷形成技術
を開発し、省エネ省資源製造実現に前進した。また、メートル級の大面積フレキシブルセンサーアレイの全印刷形

成技術の開発を実現した。	
 

・電子光技術研究部門では、超高感度計測や超低消費電力を実現する超伝導デバイスの研究開発を行っている。新原

理抵抗変化不揮発性メモリ素子において、強誘電体層を数ナノメートルまで薄くすることにより低電圧、低電流の

メモリ動作を実現した。また水銀系銅酸化物超伝導体により、史上最も高い温度での超伝導ゼロ抵抗状態の観測に

成功し、超伝導体の実用化の可能性を大きく拡げた。	
 	
 

・ナノエレクトロニクス研究部門では、半導体集積回路に用いるトランジスタの微細化が進むと顕在化するトランジ

スタ間の特性ばらつきを抑制して高集積化を実現する技術を開発している。特性ばらつきの要因を解明するととも

に、トランジスタのゲート電極材料として非晶質金属を用いることで世界最小の特性ばらつきを実現した。	
 

・情報技術研究部門では、IT 基盤の消費電力削減のための研究開発を行っている。企業と連携し、省エネ技術を結
集した次世代モジュール型データセンタを構築し、従来に比べて30%の消費電力削減が可能であることを実証した
（2012/9/26プレス発表）。	
 

(2)	
 IT（情報技術）活用による安全・安心な社会生活を実現するために、ディペンダブル IT システムの研究開発の
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推進	
 

・知能システム研究部門では、生活支援ロボットの実用化に必要な安全性を考慮したロボットの設計、評価、認証を

行うための技術として、高信頼ソフトウェアツール、リスクアセスメント手法などの開発と国際標準化を推進した。

これらの成果に基づいて、ISO/DIS	
 13482に基づく世界初の製品認証が実現した（2013/2/27）。	
 
・セキュアシステム研究部門では、情報システムのセキュリティと、安全性、信頼性の研究を行っている。ネットワ

ークの情報や IC チップの真正性を保証する技術、インターネット上のサーバーに格納されたデータベースを暗号
化された状態で検索する技術、制御システムで用いられるサーバーが侵入を受けていないかを検査し、防護する技

術、複雑なシステムの機能を漏れなく検査するテスト項目を生成する技術などを開発し、標準化を推進し、技術移

転を行った。	
 

・電子光技術研究部門では、生活安全に向けた実用的な光センサーシステム及び生体組織中の機能や形態の高精度イ

メージング技術の確立を行っている。高感度かつ短時間で特定の微量物質を検出できる導波モードセンサを開発し、

これを用いたウィルスの検出や、光メモリー技術を用いた大腸菌、桿菌など菌類の同定に成功した。	
 

・情報技術研究部門では、地質分野と協力し、減災・環境のための地球観測データの利活用基盤の研究開発を行って

いる。基盤上に実装するワークフローシステムを開発し（2012/10/22プレス発表）、時空間データとテキストデー

タを連携させ、画像のクラスタリングによる土地利用の解析を行った。  
(3)	
 サービスを科学し機械化することによる GDPの7割を占めるサービス産業の効率化と新サービス産業の創出	
 
・情報技術研究部門では、インターネット上の楽曲の中身を自動解析し、能動的な音楽鑑賞を可能とするサービス

Songle（ソングル）を開発し、日本語版・英語版で一般公開した（2012/8/25プレス発表）。また、発話阻害シス
テム SpeechJammerがイグノーベル賞を受賞して多数報道された。	
 
・デジタルヒューマン工学研究センターでは、子どもの傷害予防工学研究として、2万件を超える事故・傷害データ

ベース、事故を再現する子ども人体シミュレータを整備した。これらを活用した安全製品の差別化のために、キッ

ズデザインガイドラインと認証のフォーラム標準策定に協力した。	
 

・サービス工学研究センターでは、顧客や従業員の行動を観測し、顧客満足度向上とサービス提供プロセスの効率化

を支援するサービスプロセス可視化ツールを開発した。地域の温泉観光地、飲食チェーン店などに技術移転を進め、

顧客増や発注増、作業効率化などの定量的な効果を実証した。	
 

	
 

Ⅳ．ナノテクノロジー・材料・製造分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 ナノテクノロジー・材料・製造分野では、ナノテクノロジーをキー技術としてグリーンイノベーションの核とな

る材料やデバイスの創成、ならびに製造プロセスの革新を進めることにより、わが国の国際競争力を強化し、持続

的発展可能な社会の実現を目指したグリーンイノベーションへの貢献を目標としている。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 当該分野は平成24年度末において2つの研究センター（ナノチューブ応用研究センター、集積マイクロシステム

研究センター）、3つの研究部門（先進製造プロセス研究部門、サステナブルマテリアル研究部門、ナノシステム

研究部門）、1つの研究ラボ（ダイヤモンド研究ラボ）の計6研究ユニットで構成されている。（なおダイヤモンド

研究ラボは、平成25年度より環境・エネルギー分野のユビキタスエネルギー部門に移り、省エネルギーデバイスへ

向けて継続研究する。）	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 当該分野の先端研究の代表例を以下に示す。	
 

	
 当該分野では、積極的に産業界と連携して研究開発を実施している。その代表的なものとして NEDO プロジェ
クトがあり、そのうち「ナノテク・部材イノベーションプログラム」では低炭素社会を実現する革新的カーボンナ

ノチューブ複合材料開発プロジェクト、高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発、革新的省エネセラミック製

造技術開発、ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発等、「ロボット・新機械イノベーション

プログラム」では異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト、グリーンセンサ・ネットワークシステム技

術開発プロジェクト等を実施している。また、経済産業省の「未来開拓研究プロジェクト」では次世代自動車向け高効率モータ

ー用磁性材料技術開発等を実施している。	
 

	
 平成24年度の主な研究動向は、以下の通りである。	
 

(1)	
 持続的社会構築に資するナノカーボン材料、ナノ粒子など革新的ナノテク材料、およびデバイスの基盤技術開
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発	
 

・カーボンナノチューブ（CNT）の実用化・産業化へ向け、スーパーグロース法の実証プラントを設置し運営し
た結果、キログラム単位での単層 CNT 量産を実現し、用途開発企業などにサンプルを100件以上提供した。ま
た、単層 CNT の部材開発を行い、低ダメージの CNT の乱流分散技術を開発し、分散体をフッ素ゴムと複合化
することで、一般的な金属に匹敵する95W/mKの熱伝導率をもつ高伝熱ゴム等を開発した。	
 

・タッチパネルなどフレキシブル透明導電フィルムに応用できる高品質グラフェンを目指し、マイクロ波プラズマ

CVD による低温・大面積グラフェン合成技術をさらに発展させ、0.3mm 程度の小領域において高温の熱 CVD
で合成したグラフェンのチャンピオンデータとほぼ同等の透過率90.1%、シート抵抗33.7Ωを達成した。	
 

・最新鋭の収差補正型電子顕微鏡を用い、かつエネルギー分散型 X 線分析の検出効率を飛躍的に向上させること
によって、単原子から特性 X 線の検出に成功した。これによりほぼすべての元素で、原子レベルでの元素分析
が可能になった。貴金属などのこれまで検出の難しかった元素の単原子レベルでの分析にも応用できるため、貴

金属を含んだ触媒や抗がん剤の原子レベルでの研究への貢献が期待される。	
 

・放射性セシウムを吸着するプルシアンブルーをナノ粒子化し、市販品を大きく上回る吸着材を開発した。また、

飲料水、農業用水等確保を目的とした汚染水の除染、焼却灰等の除染、環境中の放射性物質の濃度評価等を目的

としカラム使用に適した粒状吸着材や、不織布状吸着材の開発も進めた。これらの一部を連携企業から販売する

と共に、福島県内にて植物体汚染物を焼却後、焼却灰を除染する試験プラントを構築し実証試験を行っている。	
 	
 

・光照射により、室温で液化・固化を自在に繰り返す新規材料を開発し、この材料を接着剤として用いると、ガラ

スに対して約50N cm-2の接着力を示した。再利用・再作業ができる光制御接着剤などの実現が期待される。ま

た、高分子微粒子／液晶分散系に光応答性分子であるアゾベンゼン化合物を複合化することにより、光で損傷を

修復できるゲル材料（光修復性ゲル）を開発した。	
 

・第一原理材料シミュレータ QMAS をプラットフォームとして、スピン軌道相互作用・ノンコリニア磁性の汎用
的な取扱いを可能とする改良を行い、Cd2Os2O7、CaMnO3等複雑な遷移金属酸化物の磁気構造を示した。この
計算機能は各種磁性材料を扱う際に不可欠であり、新規磁石材料開発への適用が期待される。	
 

・高効率 LEDの開発では、光取出し面に微小リッジ構造、裏面に銀ミラーを備える AlGaInP薄膜型赤色 LEDの
試作を行い、光取出し効率を平坦表面デバイスより4.4倍（絶対効率推定40～50%）向上させることに成功した。
さらに、青・緑色の GaN系 LEDの実現に必要な微小 GaNリッジ構造の作製にも成功した。	
 
(2)	
 資源の有効活用・代替と省エネルギーのための技術開発	
 

・ネオジウム高性能磁石（Nd-Fe-B）に耐熱性を付与するジスプロシウムはその安定調達が不安視されている。そ
こで、ジスプロシウムを含まない高性能サマリウム焼結磁石（Sm-Fe-N）をパルス通電焼結法における加圧プ
ロセスを改良することで開発し、その優れた耐熱性を明らかにした。	
 

・ガスクロミック方式調光ミラーの課題であるスイッチングの繰り返しに対する耐久性について、新しく Mg-Y
系調光ミラー薄膜材料を開発することで、1万回以上の耐久性を達成し、光学特性も大きく改善した。また、新

スイッチングシステムを開発することにより、これまで不可避であったペアガラスの使用、ガスのスイッチング

システム、水素使用に対する不安感等の欠点を解決し、実用化に向けて前進した。	
 

・ダイヤモンド接合ウェハの接合境界上に発生する異常粒子数の抑制した上で、接合を繰り返して大面積化し、

40mm×60mm 接合ウェハを実現した。また、ダイヤモンドの縦型構造パワーダイオードを試作し、2kV 耐圧素
子、電流密度1000A/cm2を示し、250℃動作で15nsecの高速スイッチング性能を世界で初めて実証した。	
 
(3)	
 産業の環境負荷低減や省エネに資するMEMS、エネルギー部材などの製造技術開発	
 
・量産タイプ小型無線電力センサネットワークシステムを改良して、広域展開小規模店舗網で1,700店舗以上へ合

計14,000個以上のセンサを導入した。これにより、個店ごとの消費電力をリアルタイムにモニタリングできる大

規模な実証実験システムを実現し、従来比で5%以上の省エネを実証した。さらなる省エネを目的に、店舗およ
び店舗周辺の温湿度および冷蔵庫ドアの開閉をモニタリングする環境センサを実装し、電力増加の要因となるパ

ラメータ抽出（プロトタイププロファイリングシステムの開発）に成功した。	
 

・高効率発電が可能なマイクロチューブ固体酸化物形燃料電池（SOFC）を用い、電極の構造をナノレベルで制御
することによって、LPG などの汎用的で運搬が容易な炭化水素燃料を直接利用できるようになった。この技術
を利用して、災害・非常時用、アウトドア用の電源などへの応用が期待できる、急速起動性に優れ、持ち運びが

できる実用的な大きさの SOFCシステムを開発した。	
 
・レーザー援用インクジェット法で、線幅5µm（一昨年度比1/2）、アスペクト比：1、描画速度30mm/sec（同比3
倍）の微細 Ag 配線の2次元描画に成功した。また、塗布光照射法（光 MOD 法）では、ナノ粒子を用いた原料
や光照射プロセスの改良により、シート抵抗50Ωの透明導電膜や現行安全標識輝度比で1.7倍の蛍光体薄膜の作
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成を実現した。	
 

	
 

Ⅴ．計測・計量標準分野	
 

	
 計量標準と計測技術及びその標準化は、あらゆる科学技術活動、財・サービスの生産等の経済活動、さらには社会

生活全般において最も基本となる基盤技術である。私たちが客観的・科学的な根拠に基づいて適正な試験データを取

得できるように、計測・計量標準分野では、国が一元的に提供することを要請されている計量標準と標準物質の整備、

および我が国の産業技術競争力の向上に必要な計測技術とその標準化の研究を行っている。特に、計量標準の整備に

関しては、以下のわが国の三つの指針の実現を支えることを目的に開発を進めている。①各種エネルギー貯蔵技術・

利用技術の推進や省エネルギー・エネルギー利用効率化技術の開発を支援し、グリーン・イノベーションの実現を支

える計量標準の整備。②先進医療機器の開発・臨床検査の信頼性や食品の安全性などの生活環境の健全性の確保に資

する、ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備。③わが国の産業の国際通商を円滑に実施するために

必要な国際規格や法規制に対応する計量標準およびナノデバイスやロボットなどのわが国の先端産業の国際競争力を

支援し、産業の国際展開を支える計量標準の整備。	
 

	
 当分野の研究組織は、2つの研究部門（計測標準研究部門、計測フロンティア研究部門）、1つの研究センター（生

産計測技術研究センター）の計3つの研究ユニットと計量標準管理センターで構成されている。平成24年度の主な研

究動向は以下の通りである。	
 

	
 

１．計量標準	
 

	
 計量標準整備については、計測標準研究部門がわが国の中核としてそれを担い開発・供給を行っている。第3期

中期計画の5年間では、グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーション、産業の国際展開を柱として整理し

た62種類の新規標準の開発、省エネルギー技術の利用や生産現場計測器の信頼性確保、中小企業の技術開発力向上、

トレーサビリティ体系の合理化などを目指した71種類の標準の高度化を予定している。平成24年度の実績としては、

12種類の新規標準の開発（第3期累計で21種類）を実施し、14種類の標準の高度化（第3期累計で28種類）を実現し

た。サービスの実施件数としては、特定二次標準器の校正423件、特定副標準器の校正は14件、依頼試験は2,137件

であった。標準物質の頒布数は1,477件であった。特定計量器の型式承認試験は91件、基準器検査は3,036件、比較

検査26件、検定0件、各種計量教習は延べ804人を行った。国家計量標準の相互承認を目的とし、計量標準の国際比

較および他国の専門家による技術審査（Peer review）受入等を行った。また、国際基準に準拠した品質システム
を運用することにより ISO/IEC	
 17025および ISOガイド34認定（ASNITE-NMI）を取得・維持している。国際関
係ではメートル条約と国際法定計量条約における調整活動への参加を通して我が国の計量技術を代表した責務を果

たすと同時に、アジア太平洋地域では計量組織における調整活動や各国の計量技術者に対する研修等を通して計量

先進国としてのプレゼンスを発揮した。	
 

(1)	
 グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備	
 

・可視域での LED の光出力の高強度化に対応可能な LED 全光束標準を開発するため、光源及び測定光学系の評
価を行い、校正技術、不確かさ評価技術を確立し、供給開始に向けた技術面での準備を完了させた。	
 

(2)	
 ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備	
 

・医療現場における医療診断、臨床検査に不可欠な標準物質について、タンパク質標準物質（C反応性蛋白溶液第
2ロット）、核酸標準物質（定量分析用 RNA）、アミノ酸標準物質（チロシン、ヒスチジン、トレオニン、セ
リン）を開発した。 

(3)	
 産業の国際展開を支える計量標準の整備	
 

・電磁波不干渉性及び耐性（EMC）規制等の国際規格、法規制に対応するため、高周波インピーダンス標準に関
し、ミリ波同軸および導波管の標準を確立し、標準供給を開始した。 

(4)	
 国家計量標準の高度化・合理化	
 

・高性能小型モータの開発と省エネルギー化に必要な高精度小容量トルクメータの校正に関する技術的課題を解決

し、標準供給を開始した。 
・産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの普及を図るため、NMIJにトレーサブルな標準物質の供給
に関しては、定量 NMR法を中心とした依頼試験による純度校正サービスの範囲を医療・健康分野に展開し、新
たに30物質の純度校正を可能にして、校正サービスの対象物質を150物質以上に拡充した。	
 

(5)	
 国際計量標準への貢献	
 

・イットリビウム（Yb）光格子時計の周波数評価を完成させ、不確かさの低減に成功した。この結果を国際度量
衡委員会時間周波数諮問委員会へ報告し、Yb 光格子時計の秒の二次表現（次世代原子時計の候補）への採択に
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貢献した。	
 

・産総研主催の海外でのワークショップ（バンコク）において、タイ国計量標準機関（NIMT）などへの協力要請
等調整を行い、同ワークショップの成功に貢献した。	
 

	
 

２．計測技術	
 

	
 計測技術に関しては、計測フロンティア研究部門と生産計測技術研究センターを中心に研究開発を行っている。

前者は、「計測技術を分析技術に仕上げて普及させる」ことをスローガンに掲げ、市販装置では対応できない未知

の対象を観測可能にする計測分析技術を創出して公開し、研究開発現場における課題解決にチャレンジし、科学技

術立国に貢献する。さらに、国際標準制定により先端計測分析技術を広く普及させることを目的としている。後者

は、品質・生産性の向上、製品不具合対処、安全確保、環境保全などに資する新たな計測技術を生産現場へオンタ

イムで提供することや企業の生産現場に精通した技術統括者であるマイスターとの連携によって産業界の計測ニー

ズに沿った研究開発を推進することを目的としている。	
 

	
 平成24年度の2ユニットにおける計測・評価技術の主な研究成果は以下のとおりである。	
 

(1)	
 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術の開発	
 

・湿度制御大気圧下で陽電子欠陥計測を実現、高分子膜空隙変化観測に成功した。これにより、従来は不可能であ

ったナノ機能材料が動作中の欠陥計測を実現した。例えば、海水淡水分離膜中の空隙が湿度により変化すると

いった現象が明らかになった。	
 

・電池寿命1年以上の小型放射線モニターを開発し、製品化に成功した。複数の自治体に納入され使用されている。	
 

・ナノテクプラットフォーム事業にて、オリジナル先端計測分析装置を公開し、所内ユーザ38件、所外ユーザ129

件の利用があった。今年度から、新たに垂直入射可能な陽電子欠陥計測装置、微量軽元素の原子スケール構造

解析が可能な超伝導Ｘ線吸収分光装置の公開を開始した。これらは、市販装置では対応できない分析に使用され

ている。	
 

(2)	
 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供	
 

・装置部品メーカーとの共同研究で、量産用エッチング装置のウエハ静電吸着ステージに音響センサーを内蔵するこ

とで、ウエハやその近傍での異常放電を検出できることをはじめて実証した。さらに、材料メーカーとの共同研究

で、イットリアやマグネシアをベースとするプラズマ耐性の高い導電性セラミックス焼結体の開発を行い、装置部

品メーカーにサンプル出荷し、実用的との評価結果を得た。	
 

	
 

Ⅴ．地質分野	
 

１．分野の目標	
 

	
 地質分野では、知的基盤整備の一環として陸域及び海域における「地質の調査」を行い、様々な地質情報の計画

的・継続的な整備を進める。そしてそれらを基盤に、安全・安心で持続的発展可能な社会の実現に向けた地震・火

山災害等の国土の安全に係る研究、高レベル放射性廃棄物地層処分、地圏・水圏等における環境保全に係る研究、

エネルギー・資源の安定供給に係る研究等を実施する。また、地質の調査に関連した、海外地質調査所や地球科学

研究機関等との国際研究連携を推進する。	
 

	
 

２．分野の組織構成	
 

	
 地質分野では、「地質の調査」を確実に実施するため、地質調査総合センター（Geological Survey of Japan, 
AIST）として、1つの研究センター（活断層・地震研究センター）、2つの研究部門（地圏資源環境研究部門、地
質情報研究部門）、1つの研究コア（深部地質環境研究コア）、関連部署（地質調査情報センター、地質標本館）

等から構成される連携体制を構築している。また、国際的にもこの体制の下で、東・東南アジア地球科学計画調整

委員会（CCOP）等の国際機関や世界地質調査所会議（ICOGS）、世界地質図委員会（CGMW）等に対して、我
が国の地質調査機関の代表として対応している。	
 

	
 

３．主な研究動向	
 

	
 平成24年度の主な研究動向は以下の通りである。	
 

(1)	
 地質情報の統合化と共有化・国土及び周辺域の高度利活用	
 

・最新の地球科学的知識に基づき、5万分の1地質図幅（陸域）、20万分の1地質図（陸域・海域）、地球物理図、

地球化学図、火山関連図、地震関連図など各種地球科学基本図、地球科学主題図等の網羅的・系統的な整備を

行い、知的基盤として整備・公表している。本年度は、整備計画に従って、5万分の1及び20万分の1地質図幅の
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調査を実施した。次世代20万分の1日本シームレス地質図では、新たに作成した凡例を用いて南西諸島、九州、

四国、中国地方の地質図編集を行った。現行のシームレス地質図はデータの更新を行った。また、5万分の1地

質図幅5区画、海洋地質図5区画、数値地質図1件を編集・発行した。	
 

・政策課題「沿岸海域の地質・活断層調査」では、地質図や地下構造図が未整備である沿岸域において、海域-沿

岸域-陸域をつなぐシームレスな地質情報の整備を地質調査総合センターのユニットが連携協力して行っている。

本年度は、北海道勇払沿岸域において地質、活断層調査を実施した。また、平成23年度に実施した沿岸域調査研

究の成果を地質調査総合センター速報として出版した。さらに、平成22年度に実施した福岡沿岸域の調査結果を

海陸シームレス地質情報集として取りまとめ、DVD出版を行った。	
 
・海洋地質図作成のための資試料を取得するため、沖縄本島西方沖の海洋地質調査を実施した。特に久米島西方海

域における調査では、カルデラ地形を伴う海底火山の詳細調査を行い、新たな海底熱水活動域を発見し、これに

付いてプレス発表を行った。また、北海道周辺の6海域の地質断面記録をデータベースとして公開した。	
 

・国連「大陸棚の限界に関する委員会」で日本が提出した大陸棚画定申請を審査する小委員会に対応して、外務省

が設置した大陸棚審査対応部会において海底地質の専門家としての技術的支援を行った。この結果、我が国の主

張の大部分が国連により認められ、国土の80%に及ぶ海域が、我が国の経済的な主権が及ぶ大陸棚延伸区域とし

て承認された。	
 

・地質図情報を閲覧する統合ポータルの一機能として、地質図 Navi の試験運用を開始した。機能拡張や利便性向
上のために、ユーザーからの意見を収集した。また、32年振りに全面改訂した「日本の火山（第3版）」の原稿を

完成させ、提出した。	
 

(2)	
 地圏循環システムの解明と解析技術の開発による地球と人間との共生社会の実現	
 

・地質分野では、地質学、地球化学、地球物理学等の地球科学的手法を駆使し、地圏・水圏循環システムの理解に

基づく国土有効利用実現のため、１）水資源等の環境保全及び地熱や鉱物資源探査、２）土壌汚染リスク評価、

３）地層処分環境評価、４）メタンハイドレート等天然ガス資源の調査、５）CO2地中貯留に関する技術、６）
地圏・水圏環境にかかわる知的基盤情報の整備・提供等の研究を実施している。	
 

・水資源の保全に資する研究としては、東北地方沿岸域全体での水文・地下水調査および福島県南相馬市・宮城県

気仙沼市・岩手県陸前高田市・群馬県館林市における掘削調査を行い、全域を通した広域地下水流動解析を実

施した。	
 

・地熱資源探査・開発に資する研究としては、温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で温泉との共生のための、

地熱系モデル構築手法、モニタリング指針、モニタリングデータ評価ソフトウェアの開発等を行って研究を取

りまとめた。	
 

・地中熱利用に関する研究としては、クローズド型地中熱システムのポテンシャル評価について、その手法が多

くの学協会で認められ、平成24年度日本地熱学会論文賞および研究奨励賞を受賞した。	
 

・鉱物資源探査では、モンゴル西部、南ア北東部における鉱床精査により、高品位・大規模重希土類鉱床の分布を

確認した。施設の安全対策を策定し、小型浮選機などを導入・整備した。ロシアなどの選鉱残渣の分析により

希土類抽出に関する基礎的データを得た。高精度年代測定装置などを導入し高度化を図った。東北地方のベン

トナイト鉱床の探査・評価を実施した。ベントナイトの MB 吸着量測定法などを改良した。中央アジア鉱物資
源図の出版、アジア鉱物資源データベースの拡充を行った。	
 

・土壌汚染リスク評価の研究においては、自治体や企業と連携して土壌汚染浄化事業の浄化コストおよび環境負荷

を解析して、経済モデルと LCA モデルを作成した。茨城県内の地球化学調査により表層土壌の基本情報を収集
した。油土壌汚染の物理探査データを集積して、高精度モニタリング手法を確立した。また、土壌汚染現場の

調査と実証試験により動電学的手法とバイオ浄化手法との併用の相乗効果を確認し、放射性物質を含むリスク

管理方策を公表した。このほか東日本沿岸の土壌と津波堆積物の調査を完了し、津波堆積物の物理、化学、生

物学的特性をデータベース化した。	
 

・地層処分環境評価では、深度1200m の掘削調査による地質試料等から、化石塩水の滞留ゾーンの連続性を確認

し、さらに Push-Pull 水理試験を適用し、水理特性把握により地下水の安定性を評価した。また海水準変動を
考慮した地下水流動解析を実施し、超長期に渡る地下水安定領域の存在を解明した。加えて、これまでの成果

の取りまとめ、知識化データベースへの情報共有、マニュアルの作成に着手した。	
 

・CO2地中貯留に関する技術では、米国サイトにて重力、自然電位などの弾性波探査補完モニタリング技術の CO2
圧入前測定を行った。物理量変換プログラムを用いて CO2圧入による変動予測レベルの評価を行うとともにプ
ログラムに物理探査データ解析機能を付加した。また、圧入による地層変形モデル化のため、地表面変形等観

測データと整合する CO2自然湧出地点の地下モデルを作成するとともに、圧入対象軟岩のひずみと浸透率の関
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係等を室内実験で求めた。砂泥互層の遮蔽性能評価のため、人工および天然岩石試料のシール圧データを蓄積

し粒径分布の影響等を評価した。	
 

(3)	
 地質現象の将来予測と評価技術の開発による災害リスクの最小化と安全・安心な社会の構築	
 

・国土の安全を目指した自然災害に関する研究では、地震及び火山に関する研究を重点的に実施している。日本の

地震・火山に関する研究については、災害軽減のための国の各施策（地震に関する観測・測量・調査及び研究

の推進についての総合的かつ基本的な施策、地震及び火山噴火予知のための観測研究計画）に基づいて、関連

機関が相互に連携を取りつつ分担・実施する体制が取られている。地質分野では主要活断層調査、地震短期予

測のための地下水等の観測、活断層データベース、平野地下構造データベースの整備、短期的・長期的火山噴

火推移予測の研究のほか、地震発生及び火山噴火メカニズム等にかかわる基礎的研究を実施している。	
 

・活断層の活動性評価としては、陸域の主要活断層として、十勝平野断層帯、高山・大原断層帯、長良川上流断層

帯、濃尾断層帯、上町断層帯、警固断層帯について、沿岸海域の活断層として、サロベツ断層帯、布引山地東

縁断層帯、柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯の計9断層帯について、分布形状や活動履歴に関する詳細な調査を実施し、将

来の活動性評価のためのデータを得た。	
 

・南海トラフで発生する地震に関しては、静岡県沿岸（浮島ヶ原、太田川低地、浜松平野）と潮岬周辺においてボ

ーリング調査を実施した。また震源断層モデルの検討・改良に資する詳細地形データ取得のため、房総半島南

部沿岸で航空レーザー計測、和歌山県串本町では津波石の地上レーザー計測を実施した。	
 

・国の東海地震予知事業の一環として、前兆的地下水位変化検出システムを引き続き東海地方で運用した。東南

海・南海地震予測のための地下水等観測施設を2点追加し計16点とした。関西センターにバックアップシステム

を整備した。産総研・防災科研・気象庁データの統合解析を開始し、短期的 SSE の検出精度を向上させた。歪
計データによる短期的 SSEの自動検出プロトタイプを作成した。短期的 SSEと深部低周波微動震源図を公開。
微動震源の分単位での移動を地震計アレイで確認した。四国・紀伊半島で1946年南海地震前の証言から当時の

上下変動を定量化した。	
 

・高レベル放射性廃棄物地層処分の安全規制の技術的支援となる調査研究を深部地質環境研究コアにおいて引き続

き実施した。概要調査及び精密調査結果の妥当性評価に必要となる、長期変動事象(地震・火山・地殻変動)や

深層地下水・深部流体の長期予測及び影響評価手法の検討、間隙水圧分布形成・微生物の核種移行への影響に

関する原位置調査手法の検討原位置を行った。特に、地質時代の国際的定義の変更に準拠する日本全土の第四

紀火山の再確認・認定を行い、その成果を「第四紀火山岩体・貫入岩体データベース」として Web 上で公開す
ると共に、地質調査総合センター速報として CD-ROM 出版を行った。また、深部流体混入系における地下水年
代の定量的評価手法を提示した。これと共に、原位置での水質、溶存ガス、微生物等のモニタリング結果から

地下施設周辺の水理環境変動を評価可能であることを示した。これらの成果を、総合資源エネルギー調査会廃

棄物安全小委員会ならびに規制支援研究ワーキンググループを通じて国の地層処分の安全規制ならびにその支

援研究計画の策定作業において提供した。また、原子力安全規制支援研究機関（原子力安全基盤機構、日本原

子力研究開発機構）と「幌延深地層研究計画における安全評価手法の適応性に関する研究」、「深部地質環境に

おける水-岩石-微生物相互作用に関する調査技術開発」「低活動性断層の調査・評価技術の開発」の共同研究を

実施した。	
 

(4)	
 緊急地質調査・研究の実施	
 

・地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求められることから、災害発生時やその予兆発生時には、社会

的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施している。本年度は昨年度に引き続き東北地方太平洋沖地震や

それに起因して発生した内陸地震・地下水異常への対応も継続した。	
 

・東北地方太平洋沖地震への対応として、複合地質リスク評価の研究を推進する為に、地質分野全体にまたがる実

施体制を構築し、津波、活断層、液状化、土壌汚染等の調査研究を行った。GSJ 地質ニュースや HP の活用と
ともに、地震予知連絡会等を通じて調査結果を迅速に公表した。また、霧島新燃岳や桜島の噴火に対応した研

究チームを組織し、火山灰の連続観測や分析作業を継続した。研究成果は HP や火山噴火予知連を通じて迅速
に公表した。地震・火山噴火対応に対するマスコミ取材に協力し、報道件数は300件を超えた。	
 

	
 (5)	
 グローバルな地質情報ネットワークにおけるイニシアティブの発揮	
 

・東アジア地域における地質情報の標準化と数値化の作業を各国の関係機関と協力して進め、東・東南アジア地球

科学計画調整委員会（CCOP）の第48回総会と第59、60回管理理事会に出席した。デルタの地質、地下水資源に
関する CCOPプロジェクトでは、それぞれマレーシアとベトナムで会合を行った。	
 

・OneGeology プロジェクトでは、モンゴル、パプアニューギニア、ベトナムの地質図公開に協力した。ASEAN
加盟国の鉱物資源データベースの開発や利用に関するセミナーを2度行った。地質災害の低減とリスク評価のた
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めの国際コンソーシアムを設立した。	
 

・各国との連携強化を図るため、韓国地質資源研究院、オーストリア地質調査所、ブラジル鉱産局およびタイ鉱物

資源局とMOUを締結した。	
 
・オマーン大使館の協力のもとに企画した地質標本館春の特別展が、日本-オマーン国交樹立40周年特別企画とし

て位置づけられ、国際的な重要イベントとなった。	
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３．幹部名簿	
 

役職（本務）	
 役	
 	
 職（兼務）	
 氏	
 	
 名	
 就任期間	
 就任年月日	
 備	
 	
 	
 考	
 

理事長	
 	
 野間口	
 有	
 4年	
 平成21年4月1日	
 	
 	
 

副理事長	
 つくばセンター所長	
 

コンプライアンス推進本部長	
 

イノベーションスクール長	
 

一村	
 信吾	
 1年	
 平成24年4月1日	
 ※H19.2.16～

H24.3.31までは理事	
 

理事	
 企画本部長	
 脇本	
 眞也	
 5年9ヶ月	
 平成19年7月31日	
 	
 

理事	
 環境・エネルギー分野研究統括	
 矢部	
 彰	
 5年	
 平成20年4月1日	
 	
 

理事	
 ライフサイエンス分野研究統括	
 湯元	
 昇	
 5年	
 平成20年4月1日	
 	
 

理事	
 評価部長	
 上田	
 完次	
 4年	
 平成21年4月1日	
 	
 

理事	
 イノベーション推進本部長	
 

広報部長	
 

イノベーションスクール副スク

ール長	
 

瀬戸	
 政宏	
 4年	
 平成21年4月1日	
 

	
 

理事	
 情報通信・エレクトロニクス分

野研究統括	
 

ナノテクノロジー・材料・製造

分野研究統括	
 

金山	
 敏彦	
 3年	
 平成22年4月1日	
 	
 

理事	
 総務本部長	
 

コンプライアンス推進本部副本

部長	
 

河津	
 司	
 2年9ヶ月	
 平成22年7月31日	
 

	
 

理事（非常勤）	
 	
 中江	
 清彦	
 2年	
 平成23年4月1日	
 	
 

理事	
 地質分野研究統括	
 

地質調査総合センター代表	
 

佃	
 栄吉	
 1年	
 平成24年4月1日	
 	
 

理事	
 計測・計量標準分野研究統括	
 

計量標準総合センター代表	
 

三木	
 幸信	
 1年	
 平成24年4月1日	
 	
 

監事	
 	
 内田	
 修	
 4年	
 平成21年4月1日	
 	
 	
 

監事	
 	
 大谷	
 進	
 2年	
 平成23年4月1日	
 	
 

（平成25年3月31日現在）	
 

	
 

	
 	
 



総	
 説	
 

(16)	
 

	
 



産 業 技 術 総 合 研 究 所	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 

(17)	
 

５．組織編成	
 
年月日	
 組	
 織	
 規	
 程	
 組	
 織	
 規	
 則	
 

平成24年4月1日	
 特許生物寄託センターを廃止	
 

特許生物寄託センター長の職制を廃

止	
 

東京本部の八王子支所を廃止	
 

	
 

	
 

特許生物寄託センターの寄託事務業務室、寄託生物業務室、

特許生物寄託支援研究室を廃止	
 

地質調査情報センターの地質情報出版室、地質情報整備室、

地質・衛星情報統合室を廃止し、地質・衛星情報整備企画

室、地質・衛星情報アーカイブ室、地質・衛星情報サービス

室を設置	
 

地質標本館のアウトリーチ推進グループ、地質試料管理調製

グループを廃止し、地質試料管理グループ、地質試料調製グ

ループを設置	
 

企画本部に福島拠点設立準備室、法人統合準備室を設置	
 

特許生物寄託センターの次長、上席研究員、主幹研究員、主

任研究員、研究員、総括主幹、主幹、主査及び職員の職制を

廃止	
 

情報セキュリティ研究センターを廃止	
 

バイオマス研究センターを廃止	
 

糖鎖医工学研究センターの糖鎖遺伝子機能解析チーム、分子

医用技術開発チーム、糖鎖分子情報解析チーム、レクチン応

用開発チーム、グライコプロテオーム解析チームを廃止し、

同センターにマーカー探索技術開発チーム、マーカー検出技

術開発チーム、糖鎖データベース開発チームを設置	
 

ナノチューブ応用研究センターのスーパーグロース CNT チ
ーム、有機ナノチューブチーム、バイオナノチューブチーム

を廃止し、同センターにスーパーグロース CNT 合成チー
ム、スーパーグロース CNT 用途開発チーム、有機ナノチュ
ーブ材料チームを設置	
 

ナノスピントロニクス研究センターに理論チームを設置	
 

先進パワーエレクトロニクス研究センターに超高耐圧デバイ

スチームを設置	
 

サービス工学研究センターに都市空間サービス基盤技術研究

チームを設置	
 

バイオマスリファイナリー研究センターを設置し、同センタ

ーに成分分離チーム、酵素利用チーム、微生物変換チーム、

セルロース利用チーム、BTL プロセスチーム、実証・実用化
チームを設置	
 

知能システム研究部門のインタラクションモデリング研究グ

ループを廃止し、同部門に社会知能研究グループ、スマート

コミュニケーション研究グループを設置	
 

ユビキタスエネルギー研究部門の光波制御デバイスグルー

プ、バイオベースポリマー研究グループを廃止	
 

サステナブルマテリアル研究部門の金属材料組織制御研究グ

ループを廃止	
 

環境科学技術研究部門のフッ素化合物グループを廃止し、同

部門に精密有機反応制御第3グループ、レーザー化学プロセス

グループを設置	
 

エネルギー技術研究部門の安全評価グループを廃止	
 

健康工学研究部門に生体分子創製研究グループを設置	
 

生物プロセス研究部門の遺伝子資源解析研究グループ、遺伝

子発現工学研究グループ、機能性蛋白質研究グループ、遺伝

子転写制御研究グループ、酵素開発研究グループ、生物シス

テム工学研究グループを廃止し、同部門に植物機能制御研究

グループ、バイオデザイン研究グループ、複合糖質応用研究

グループ、合成生物工学研究グループ、環境生物機能開発研

究グループを設置	
 

バイオメディカル研究部門のバイオマテリアル研究グループ

を廃止	
 

ナノシステム研究部門にスマートセンシシンググループを設

置	
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ナノエレクトロニクス研究部門の強誘電体メモリグループを

廃止し、同部門にシリコンフォトエレクトロニクスグルー

プ、相転移新機能デバイスグループを設置	
 

電子光技術研究部門のレーザー精密プロセスグループを廃止	
 

セキュアシステム研究部門を設置し、同部門にセキュアサー

ビス研究グループ、制御システムセキュリティ研究グルー

プ、システムライフサイクル研究グループ、高信頼ソフトウ

ェア研究グループ、次世代セキュリティ研究グループを設置	
 

社会知能技術研究ラボを廃止	
 

次世代モバイル用表示材料連携研究体を廃止	
 

連携研究体バイオ技術産業化センターを廃止	
 

平成24年5月1日	
 

	
 

	
 生産計測技術研究センターのマイクロ空間化学ソリューショ

ンチーム、表面構造計測チームを廃止し、同センターに生化

学分析ソリューションチームを設置	
 

幹細胞工学研究センターに糖鎖レクチン工学研究チーム、間

葉系幹細胞ダイナミクス研究チームを設置	
 

集積マイクロシステム研究センターにライフインターフェー

ス研究チームを設置	
 

地質情報研究部門の海洋資源環境研究グループを廃止し、同

部門に資源テクトニクス研究グループ、海洋環境地質研究グ

ループ、地質地殻活動研究グループを設置	
 

情報技術研究部門の情報戦略グループ、センサーコミュニケ

ーション研究グループ、地球観測グリッド研究グループ、知

的メディア研究グループ、ディペンダブル IT 研究グルー
プ、ミドルウェア基礎研究グループ、スマートグリッド研究

グループを廃止し、同部門にプロセスウェア研究グループ、

ジオインフォマティクス研究グループ、スマートシステム研

究グループを設置	
 

平成24年10月1日	
 

	
 

	
 企画本部の特別事業推進室を廃止し、総合企画室、組織企画

室、研究戦略室を設置	
 

コンプライアンス推進本部の法務企画室、情報公開・個人情

報保護推進室を廃止し、法務室を設置	
 

イノベーション推進企画部に戦略事業推進室、地域戦略室を

設置	
 

国際部の国際協力室を廃止し、国際連携企画室を設置	
 

ベンチャー開発部の開発企画室を廃止し、ベンチャー開発企

画室を設置	
 

環境安全管理部につくばセンター基幹設備管理室を設置	
 

総務本部の業務推進企画室を廃止し、業務推進支援部を設置	
 

業務推進支援部に支援企画室、支援業務室、情報公開・個人

情報保護推進室を設置	
 

キャリア主幹の職制を設置	
 

生命情報工学研究センターの分子機能計算チーム、細胞機能

設計チームを廃止し、同センターに情報基盤統合チーム、細

胞システム解析チームを設置	
 

エネルギー技術研究部門に風力発電グループを設置	
 

つくば中央第一事業所の第一研究業務推進部を廃止し、第一

研究業務推進室を設置	
 

平成24年12月1日	
 	
 ネットワークフォトニクス研究センターの超高速光デバイス

研究チームを廃止し、同センターに機能フォトニクス研究チ

ームを設置	
 

先進パワーエレクトロニクス研究センターにパワーエレクト

ロニクス応用チームを設置	
 

平成25年1月1日	
 	
 福島拠点設立準備室に総括グループ、研究体制準備グルー

プ、業務推進体制準備グループを設置	
 

平成25年3月1日	
 	
 上席研究員、主幹研究員の職制を廃止し、首席研究員、総括

研究主幹、上級主任研究員、研究主幹の職制を設置	
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Ⅱ．業   務 
 

１．研  究 
 産業技術総合研究所（産総研）は、産業界、学界等との役割分担を図りつつ、【鉱工業の科学技術】、【地質の調

査】、【計量の標準】という各研究開発目標を遂行して、産業技術の高度化、新産業の創出及び知的基盤の構築に貢

献し、我が国経済の発展、国民生活の向上に寄与する。そのため、各分野における社会的政策的要請等に機動的に対

応するために、最新の技術開発動向の把握に努め、重要性の高い研究課題や萌芽的な研究課題の発掘、発信を行うと

ともに、研究体制の構築等の必要な措置を講じ、研究開発を実施し、産業競争力の強化、新規産業の創出に貢献する。 

 また、外部意見を取り入れた研究ユニットの評価と運営、競争的研究環境の醸成、優れた業績をあげた個人につい

ての積極的な評価などにより、研究活動の質的向上を担保する。 

 さらに、研究活動の遂行により得られた成果が、産業界、学界等において、大きな波及効果を及ぼすことを目的と

して、特許、論文発表を始めとし、研究所の特徴を最大限に発揮できる、様々な方法によって積極的に発信する。同

時に、産業界、大学と一体になったプロジェクトなど、産学官の研究資源を最大限に活用できる体制の下での研究活

動の展開へ貢献するものとする。 

 

独立行政法人産業技術総合研究所法において産総研のミッションとして掲げられた研究目標とその概要は以下の通

りである。 

１．鉱工業の科学技術 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進 

  グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネルギ

ーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギーの導入と利

用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等各部門における省エネルギー技術の開発を行う。資源・エネルギーの安

定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、代替材料技術等の開発を行う。将来のグリーン・イノベーショ

ンの核となるナノ材料等の融合による新機能材料や電子デバイスの技術の開発を行う。産業部門については、省エ

ネルギー技術に加えて環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等の発生抑制と適正処理に関する技術の開発を行

う。 

Ⅱ．ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進 

  ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康で安全

な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防し、早期診断を可能とするため、生体分子の機能分析、解

析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、先進的な医療支援技術

の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康な生き方を実現するために必要な計測、評価技術等の開発を行

う。また、社会生活の安全を確保するための情報通信技術（IT、センサ）や生活支援ロボットの安全を確立する

ための技術開発を行う。 

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

  様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際競争力を強化するためには、技術指向の産業変革により新

産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業の上流に位置づけられるデバイスの革新とともにデバイスを製品

へと組み上げていくシステム化技術の革新が重要である。そのため、競争力強化の源泉となる先端的な材料、デバ

イス、システム技術の開発を行う。また、情報通信技術によって生産性の向上が期待できるサ－ビス業の発展に資

するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－ビスの創出に貢献する技術の開発を行う。さらに、協調や創造によるオ

ープンイノベーションの仕組みを取り入れた研究開発を推進する。 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備 

  イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるために必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並びに生

産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。また、信頼性ある計測評価結果をデータベース化し、産業活動や

社会の安全・安心を支える知的基盤として提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、普及促進に必要とな

る製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を行い、試験評価方法の形で提供するとともにその標準化を行う。  

 

２．地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

  活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心な産業活動や生活を実現し、持続可能な社会の実現に貢献

するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそれに基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。地球をよく知り、
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地球と共生するという視点に立ち、地質の調査のナショナルセンターとして地質の調査研究を行い、その結果得ら

れた地質情報を体系的に整備する。地質情報の整備と利便性向上により産業技術基盤、社会安全基盤の確保に貢献

する。また、地質の調査に関する国際活動において我が国を代表し、国際協力に貢献する。 

 

３．計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化、グリーン・イノベーション及びラ

イフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、維持、供給

及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量機関を設立

する条約の下、計量標準と法定計量に関する国際活動において我が国を代表する職務を果たす。 

  具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工業標準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会の方針、見

直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を年度毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開発、維持、供給を

行う。計量標準、法定計量に関して国際基準に適合した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と発行する校正

証明書及び法定計量の試験結果の国際相互承認を進めるとともに、我が国の供給体系の合理化を進める。特に、新

規の整備及び高度化対象となる計量標準に関しては、先端技術の研究開発や試験評価方法の規格化と連携して一体

的に開発を進める等、迅速に整備し、供給を開始する。また、我が国の法定計量の施策と、計量標準の戦略的活用

に関して、経済産業省の政策の企画、立案に対して技術的支援を行う。 
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1) 研究推進組織 

 研究推進組織としては、「研究ユニット」、「研究企画室」、「地質調査情報センター」、「地質標本館」、「計

量標準管理センター」、「ナノデバイスセンター」を設置している。「研究ユニット」には、社会的なニーズの高い

研究を集中的に実施するための時限的な組織である「研究センター」、研究を実施する上での基盤的な組織であり、

研究センターを生み出すとともに研究センター終了時の吸収母体となる「研究部門」、弾力的かつ迅速な立ち上げプ

ロセスにより、将来の研究センターの設立に向けての先駆的な役割を果たす「研究ラボ」の3つの形態がある。個々

の研究ユニットについては、永続的なものと位置付けず、定期的に評価を行い、戦略的視点に基づき、柔軟に廃止・

新設などの再編を行っている。 

 従来、理事長に直結する形で配置していた研究ユニットの組織体制を平成22年10月に見直し、6つの研究分野にま

とめるとともに、分野ごとに研究戦略を考え実施する体制である「研究統括」、「副研究統括」及び「研究企画室」

を設置し、研究ユニット長と連携して、研究分野内及び研究分野間の融合や産業界、大学などとの連携を加速する体

制とし、内外の優れた研究者をタイムリーに起用するとともに、最新のシーズと幅広いニーズを踏まえた課題の発掘

と解決に努めている。 

  なお、「ナノデバイスセンター」は、ナノデバイスの設計評価及び実証に係る共同研究支援並びにナノデバイスの

技術指導等に関する業務を行う組織として、平成23年4月に新たに設置したものである。 

 

 

＜凡 例＞ 

 

研究ユニット名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
研究ユニット長：○○ ○○            （存続期間：発足日～終了日） 

副研究ユニット長：○○ ○○ 

総括研究員：○○ ○○、○○ ○○ 

所在地：つくば中央第×、△△センター（主な所在地） 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

経 費：執行総額 千円（運営交付金 千円） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

テーマ名（制度名／提供元） 

テーマ名（制度名／提供元） 

 

発 表：誌上発表○件（総件数）、口頭発表○件（総件数） 

    その他○件（刊行物等） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
○○研究グループ（○○English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概 要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

××研究グループ（××English Name Research Group） 

研究グループ長：氏 名（所在地） 

概要：研究目的、研究手段、方法論等 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目７、テーマ題目８ 

 

□□連携研究体（□□Collaborative Research Team） 

連携研究体長：○○ ○○（つくば中央第△、研究職数名） 

概要：研究目的、研究手段、方法論 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目７、テーマ題目８ 
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---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名（○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（常勤職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 

 

［テーマ題目２］（運営費交付金、資金制度（外部）もしくは○○研究ユニットと共同研究 

        などで行っている「重要研究テーマ」） 

［研究代表者］氏 名（○○研究部門△△研究グループ） 

［研究担当者］○○、△△、××、（常勤職員○名、他○名） 

［研 究 内 容］研究目的、研究手段、方法論、年度進捗 

［分 野 名］○○○○○○○○   

［キーワード］△△△△、○○○○、☆☆☆☆ 
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１）環境・エネルギー分野 
（Environment and Energy） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 

（Director-General・Deputy Director-General・ 
Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：矢部 彰 

副研究統括：中岩 勝 

 

概 要： 

 研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

 副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究分野間の融合を推進し、業務を実施し

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
環境・エネルギー分野研究企画室 

（Research Planning Office of Environment and 
Energy） 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：9名（8名） 

 

概 要： 

 環境・エネルギー分野研究企画室は、環境・エネル

ギー分野（以下、環エネ分野とする。）における研究

の推進に向けた業務を行っている。 

具体的な業務は以下のとおり。 

(1) 環エネ分野における研究の推進に向けた研究方針､

研究戦略､予算編成及び資産運営等の策定 

(2) 環エネ分野における大型プロジェクトの立案や調

整 

(3) 複数の研究分野間の連携や分野融合プロジェクト

の立案や調整 

(4) 環エネ分野に関連した経済産業省等の関係団体等

との調整 

(5) 研究統括及び副研究統括が行う業務の支援 

 なお、平成24年度の主な業務内容は以下のとおり。 

○わが国の化学産業の競争力を支える機能性化学品製

造技術のさらなる発展のため、クリーンで省資源・

省エネルギーな触媒プロセスを開発し、触媒化学技

術の体系化を目指す「触媒化学融合研究センター」

設立を主導する等の業務を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

 

機構図（2013/3/31現在） 

［環境・エネルギー分野研究企画室］ 

研究企画室長 古谷 博秀 他 

 

②【水素材料先端科学研究センター】 

（Research Center for Hydrogen Industrial Use and 
  Storage） 

（存続期間：2006.7.1～2013.3.31） 

 

研究センター長：村上 敬宜 

副研究センター長：栗山 信宏、光山 準一 

 

所在地：福岡西支所、つくば西事業所 

人 員：4名（3名） 

経 費：386,603千円（99,028千円） 

 

概 要： 

 水素エネルギーは、わが国のエネルギー安定供給に

大きく寄与し、地球温暖化や都市域の環境問題を解決

する切り札として期待されています。しかし、水素エ

ネルギーを利用するためには、高圧状態や液化状態に

おける水素の物性解明や、水素により材料の強度が低

下する水素脆化現象のメカニズム解明など、解決しな

ければならない課題が少なくありません。本研究セン

ターは、水素エネルギー利用社会の実現を技術的に支

援するため、水素と材料に関わる種々の現象を科学的

に解明して各種データを産業界に提供するとともに、

経済性を考慮しつつ安全に水素を利用するための技術

指針を確立することをミッションとしています。これ

により、わが国の新エネルギー技術開発プログラムの

キーテクノロジーである燃料電池とそれに関連する安

全な水素インフラの開発・普及を図り、産総研第3期

中期計画として掲げた、水素材料強度や水素基礎物性

データベースの構築と関連業界への普及、水素関連機

器の開発促進・安全性向上のための水素と高分子材料

の関係の解明、水素とトライボロジーの解明といった

目標を達成するため、水素脆化の科学的原理の解明と

その材料強度設計への応用及び安全なものづくりへの

指針提供について研究開発を実施します。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「水素先端科学基礎研究事業」 

 

・経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研

究・標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術

協力）「水素容器・蓄圧器の特性評価・技術指針・規

格化に関する共同研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（C)「不
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均一構造導入による圧電体膜の圧電特性向上に関する

研究」 

 

発 表：誌上発表28件、口頭発表79件、その他0件 

--------------------------------------------------------------------------- 
水素物性研究チーム 

（Hydrogen Thermophysical Properties Team） 

研究チーム長：高田 保之 

（福岡西） 

概 要： 

 水素エネルギー利用を実用化するためには、実際に

使用する機器の信頼性や安全性が保障された設計をす

ることが重要です。このような設計を行う上で、高

圧・高温状態の水素がどのような物理的性質をもって

いるかを正確に計測し、そのデータを蓄積する必要が

あります。しかし、高圧・高温状態の水素の PVT 性

質（圧力・比体積・温度）、熱伝導率、粘性係数、音

速、比熱といった物性値のデータの蓄積や種々の物質

への水素の溶解度測定、水素中の高沸点気体の露点測

定及び推算法は十分ではありません。そこで広範な水

素の物性値を正確に計測する装置を開発し、測定デー

タをデータベース化し、従来にはない使いやすい形態

で関連する産業分野に提供していくことを目指します。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

水素材料強度特性研究チーム 

（Hydrogen Fatigue and Fracture Team） 

研究チーム長：松岡 三郎 

（福岡西） 

概 要： 

 水素が、実際の使用環境におかれた機械の材料強度

にどのような原理でどのような影響を与えるのかを科

学的に解明し、水素機器の設計・保守技術の確立を目

指します。具体的には、金属材料の水素脆化の基本原

理の解明を基礎研究、金属の長時間使用と加工の影響

を応用研究と位置づけ、高圧水素環境下で金属に対し

て、長時間の連続疲労強度試験を行うなど、材料強度

に関するデータを整備するとともに、こうした環境下

で使用される機械の設計・製造における信頼性を確保

するための解決策を確立します。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

水素トライボロジー研究チーム 

（Hydrogen Tribology Team） 

研究チーム長：杉村 丈一 

（福岡西） 

概 要：  

 軸受・バルブなど機械の可動部では、必ずトライボ

ロジー（摩擦・摩耗・潤滑）の問題が発生します。水

素を利用する機器においてもそれは例外ではありませ

ん。しかし、水素がこうしたトライボロジーにどのよ

うな影響を及ぼすのかについては、世界的にもほとん

ど明らかになっていません。こうしたことから、トラ

イボロジーにおける水素の影響を解明し、実際に使用

される機器類の信頼性評価の方法を確立するとともに、

機械システム設計の指針を提案することを目指しま

す。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

水素脆化評価研究チーム 

（Hydrogen Dynamics in Metals Research Team） 

研究チーム長：飯島 高志 

（つくば西） 

概 要： 

 水素エネルギーの実用化にあたっては、実際に水素

環境下で使用する機器類に対する水素脆化の度合いや

進展状況を正確に計測し、評価することが必要になり

ます。そこで、水素脆化の機構解明のための原子・分

子レベルでの観察等を通じて、水素と金属の相互作用

を微視的に明らかにするとともに、水素脆化評価技術

を体系化し、評価手法の標準化を図ります。また、金

属系材料の水素脆化評価のための試験装置を開発しま

す。さらに、開放型の水素脆化評価ステーションを用い

て民間企業の水素利用機器開発の技術支援を行います。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

水素高分子材料研究チーム 

（Hydrogen Polymers Team） 

研究チーム長：西村 伸 

（福岡西） 

概 要： 

 水素エネルギーシステムの実用化のためには、水素

の製造、利用技術の開発とともに輸送、貯蔵技術の確

立も重要です。水素を貯蔵するための蓄圧器や高圧ボ

ンベ、輸送のための配管材料やバルブなどの水素利用

機器・インフラは主に金属材料から作られた部材によ

り構成されていますが、これらの水素利用機器・イン

フラは主にゴム・樹脂製の部材を用いて水素がシール

されています。高圧水素ガス中で実際の使用環境にお

かれたゴム・樹脂製シール部材が機器の強度や寿命に

どのような原理でどのような影響を与えるのかを科学

的に解明し、水素利用機器・インフラの設計指針の確

立を目指します。 

 これらの水素利用機器・インフラにおいて、高圧水

素ガス環境下で用いられるゴム・樹脂などの非金属材

料は、高圧水素ガスに曝されることにより水素が溶解

します。高圧水素ガス環境下で水素が溶解し、劣化・

破壊した材料の物性評価、化学分析を行い、現象の基

本原理を解明します。これらの成果に基づき、燃料電

池自動車や水素ステーション等、水素利用機器・イン
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フラに用いられるシール材料およびシール構造の技術

指針を確立します。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高圧水素物性の基礎研究（運営費交付

金、外部資金） 

［研究代表者］高田 保之（水素物性研究チーム） 

［研究担当者］新里 寛英、赤坂 亮、小川 邦康、 
深井 潤、伊藤 衡平、河野 正道、 
久保田 裕巳、迫田 直也、笠尾 大作、

（他10名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクト（期間：平成18年－平成24年）で以下

のような成果が得られました。 

 高温・高圧力（500℃, 100MPa）条件下で、水素の

PVT 性質、粘性係数および熱伝導率を測定するための

装置（バーネット法および定容積式 PVT 性質測定装置、

磁気式密度計、細管法粘度測定装置および非定常短細線

法熱伝導率測定装置）を開発し、773K（500℃）、

100MPa までの条件下の、従来、データの蓄積が不十分

な範囲を充実し、CD/DVD-ROM および USB メモリを

利用した All in 1-型データベースシステムを構築した。

さらに MS Excel や Mathcad などのソフトウェアで容

易に使用可能なアドインを開発し、現場で使いやすい形

態にまとめ、関連する産業分野に提供できるようにした。 

 PVT 性質データを基に作成したビリアル型の状態方

程式は音速の実測データとの比較により、誘導状態量に

対しても有効であることを確認した。非定常短細線法に

よる熱伝導率の測定法を確立し、高温・高圧条件下の水

素の測定に世界で初めて適用、成功した。 

 本水素熱物性データベースは、燃料電池自動車への水

素充填プロセスの最適設計のための充填シミュレーショ

ンの高精度化、水素の流量計量標準における臨界ノズル

内の高圧水素流動の解析、亀裂発生時の水素漏洩量の推

定など、産業界と連携しての開発に有用であり、ニーズ

に応じた充実を継続する必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、熱物性、PVT、粘性係数、熱伝

導率、溶解度、状態方程式、推算式、デ

ータベース 

 

［テーマ題目２］高圧化状態における金属材料等の水素

脆化の基本原理の解明及び長期使用、加

工、温度などの影響による材料強度特性

研究（運営費交付金、外部資金） 

［研究代表者］松岡 三郎 

（水素材料強度特性研究チーム） 

［研究担当者］村上 敬宜、野口 博司、濱田 繁、 

井藤賀 久岳、堤 紀子、近藤 良之、

高木 節雄、土山 聡宏、福島 良博、

久保田 祐信、水口 健吾、安永 幸司、

谷口 隆夫、松永 久生、畠山 和久、

高津 須嘉生、阿部 孝行、吉田 聡子、

志水 章一、川崎 勇、野中 寛治、 

粟根 徹、吉川 倫夫、尾田 安司、 

末岡 淳男、松尾 尚、西口 廣志、 

柿本 浩一、重松 実、副島 孝、 

蒲生 純一、Arnaud MACADRE 
（常勤職員1名、他32名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車や水素インフラで使用する材料は、長

期に使用され、水素環境下にあります。また、実際に材

料が利用されるときは、加工（成形、溶接、表面修飾）

が成されてから利用されます。そこで、高圧状態にある

水素が、その環境下にある材料の水素が与える影響を解

明しています。例えば、材料の相変態などの構造変化

（マルテンサイト変態）や材料中の異種介在物の関与、

材料中の水素拡散の影響などを明らかにして、水素脆化

による材料の劣化メカニズムを解析します。 

 また、材料に施される加工の水素脆化に与える影響を

解明する基礎研究を実施します。これらの成果に基づき、

燃料電池自動車や水素ステーション等、水素機器・イン

フラに用いられる材料の強度・水素拡散データベースの

構築、技術指針の確立を行います。 

 今年度は以下の成果が得られました。 

・水素構造材料データを集積し、KHK、 JPEC、

HYSUT、民間企業に366件を提供した。集積された

水素構造材料データの種類は、低速引張特性（SSRT
特性）、疲労寿命特性、疲労き裂進展特性、水素拡散

特性に関するデータである。提供されたデータは、規

制見直し、使用材料拡大、水素ステーションの建設・

自立拡大、燃料電池自動車の高性能化・低コスト化な

どで使用されました。 

・セントレア35MPa 水素ステーション蓄圧器、千住

70MPa 水素ステーション蓄圧器を調査・解析し、熱

処理工程の改善が必要であることを提言しました。 

また、70MPa 水素ステーションのプレクラーを調

査・解析し、特に水素ガス中では溶接施工の改善が必

要であることを提言しました。 

・最適水素材料探索においては、新たに開発したアルミ

系表面皮膜がほとんど水素を透過しない水素保護膜と

して有効なことを明らかにしました。また、炭素鋼

（C 量：0.05mass %）において、フェライト結晶粒

微細化と炭化物形成元素添加を行うと、高強度と耐水

素脆性が両立できることを見出しました。さらに、高

強度鋼 SUJ2（破壊強度：1928MPa）の疲労き裂進展

に及ぼす水素の影響を調べ、水素による疲労き裂進展

加速は変形双晶で引き起こされることを明らかにし、

変形双晶による粒界き裂形成モデルを提案ししまた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］水素脆化、金属疲労、疲労き裂、低速引

張（SSRT）、健全性評価 

 

［テーマ題目３］高圧水素トライボロジーの研究（運営

費交付金、外部資金） 

［研究代表者］杉村 丈一 

（水素トライボロジー研究チーム） 

［研究担当者］宮越 栄一、和泉 直志、澤江 義則、

森田 健敬、田中 宏昌、中嶋 和弘、

坂井 伸朗、福田 応夫、八木 和行、

山口 哲生、黒野 好恵、岡田 和三、

佐々木 信也（他14名） 

［研 究 内 容］ 

目的・研究内容 

 燃料電池自動車や水素インフラでは、水素環境下で作

動する機器が不可欠であるが、水素環境下で作動する機

器の摩擦摺動部では、材料表面で起こる諸現象が大気中

とは異なり、摩擦係数、摩耗量、転がり疲れ寿命などに

大きく影響する場合があります。水素環境下で作動する

機器の確実な動作を確保するためには、水素環境下での

トライボロジーのメカニズムの解明が必要不可欠です。 

 今年度は最終年度として、産業界への貢献とトライボ

界面での諸過程の整理に重点を置き、以下の成果を得ま

した。1) 産業界と連携して軸受・バルブ・シール等の

摺動材料の候補材の摩擦試験等を実施しました。2) 得

られたデータをデータベースとして蓄積するとともに要

点を概要レポートの形でまとめて関連企業に提供し、高

圧水素圧縮機のリング材の選定、ボールバルブの摺動部

候補材の評価、運動面シール候補材の評価を行い機器の

開発に貢献しました。3) 樹脂材料と相手面金属材料の

組合せの影響、金属摩擦面における反応と水素侵入の関

係、高圧水素曝露によるステンレス鋼表面の変化と摩擦

への影響などを明らかにしました。4) 軸受鋼の転がり

疲れ寿命に及ぼす潤滑油、グリース、作動温度の影響を

明らかにし、また従来知られていなかった鋼の組織変化

を見いだしました。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］トライボロジー、摩擦試験、高圧水素、

（ガス純度） 

 

［テーマ題目４］水素脆化現象の計測と評価に関する研

究（運営費交付金、外部資金） 

［研究代表者］飯島 高志（水素脆化評価研究チーム） 

［研究担当者］安 白、阿部 孝行、中道 修平 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 安全な水素エネルギー社会構築のため、高圧水素脆化

試験装置の開発とそれを用いた金属材料の高圧水素ガス

中での材料試験の実施、およびミクロレベルの表面観察

技術を用いた水素脆化に起因する微小き裂の観察と発生

メカニズムの考察を主な研究課題としています。 

 H24年度は、高圧水素ガス中における鉄鋼材料の疲労

き裂進展現象を調べるために、ボルトロードによる KIC

試験および除荷コンプライアンス法による JIC 試験を実

施し、データを収集しました。疲労き裂の生成初期過程

については、走査型プローブ顕微鏡（SPM）を用いた

観察を試み、2507二相ステンレス鋼の室温水素脆化破面

の微細構造の高分解能直接観察に成功し、二相ステンレ

ス鋼中のフェライト相における水素誘起局所塑性変形の

可能性を見出しました。また、高圧水素ガス中での材料

試験機群の整理統合を進め、より安全で効率的な装置運

用が可能となったため、企業や大学などの外部研究機関

との共同研究や技術研修生の受け入れを積極的に推進す

る予定です。その他、米国サンディア国立研究所と水素

容器・畜圧器の国際規格・標準化を最終目的とした材料

評価手法を共同で明らかにすることを目的とした、水素

容器・畜圧器の特性評価・技術指針・規格化に関する共

同研究、東京理科大学と新しい圧力センサ材料を開発す

るための基礎研究として、不均一構造導入による圧電体

膜の圧電特性向上に関する研究を行っています。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素脆化、き裂進展試験、高圧水素ガス 

 

［テーマ題目５］「高圧／液化状態における長期使用及

び加工（成形・溶接・表面修飾）、温度

などの影響による材料強度特性研究（高

分子材料）」（運営費交付金、外部資金） 

［研究代表者］西村 伸（水素高分子研究チーム） 

［研究担当者］山辺 純一郎、藤原 広匡、葛西 昌弘、

綾香 りつこ、泉 義徳、田中 史浩、

伊藤 雄三、金子 文俊、古賀 敦、 

大山 恵子、山部 匡央（他12名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池自動車や水素ステーションなど水素利用機

器・インフラで実際に使用する材料は、長期間水素環境

下で使用されます。水素機器に使用される樹脂・ゴム材

料、特に高圧水素ガスシールに用いられる O リング用

ゴム材料について、高圧水素曝露により劣化・破壊する

現象の基本原理を明らかにします。これらの成果に基づ

き、燃料電池自動車や水素ステーション等、水素利用機

器・インフラに用いられるシール材料の技術指針を確立

します。 

 今年度は以下の成果が得られました。 

・ガスシール材として一般的に用いられるゴム材料をベ

ースポリマーとして用いた水素ガスシール材モデル配

合を設計し、ゴム試験片を作製しました。これらにつ

いて水素溶解量など、各種水素特性を取得し、ゴム材

料の配合を明示して集積しました。ゴム材料の素材製

造、ゴム材料製造、ゴム部材ユーザーなど様々な立場

からの意見を調査して研究開発動向調査および研究ニ
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ーズの把握によって、水素シール用ゴム材料に関して

温度範囲、圧力範囲およびその変動の時間スケールを

設定し、これらに必要となる基礎データを収集しまし

た。これらの基礎データにより、緊急離脱カップリン

グ、高圧水素ボールバルブや水素用ホースについて材

料の共同開発につながりました。 

・ブリスタ破壊現象をより実機に近い形状の気泡により

モデル化し、発生した気泡からき裂が発生する際の気

泡内圧を、ブリスタ発生限界内圧として高精度で定量

化し、材料設計に反映しました。配合を明示したモデ

ル材料の試験片について、硬度、密度などの基本デー

タを取得するとともに高圧水素曝露実験を実施し、各

試験片のブリスタ発生状況を把握しました。これらの

結果から、水素曝露によるブリスタ発生状況や物性値

と試験片のゴム配合の相関を検討が可能となりました。 

・長期の圧力サイクル試験を行うための試験法を開発し、

これまでの O リング高圧水素耐久試験機では困難で

あった連続5,500回の圧力サイクルによる O リングの

シール性を評価しました。その結果、シリコーンゴム

製 O リングを用いた加減圧5,500サイクルでガス透過

起因の微小リークは見られたものの、急激かつ深刻な

リークは発生しませんでした。また、O リング外周

部にはみ出し破壊は見られましたが、ブリスタの発生

は確認できず、加減圧5,500サイクル後でも O リング

の機械特性が十分に維持されていることが明らかにな

りました。 

・水素に対して耐性に優れたガスバリア層のベース樹脂

を選定し、また、高圧水素用ホースする場合に適切な

柔軟性を持つガスバリア層としてポリマーアロイ材を

設計しました。これらに基づいて、高圧水素多層ガス

ホース等の試作、耐久性評価及び水素高加圧下耐久性

材料の設計指針を行い、開発した材料の実機への適用

評価を実施して今後の高圧水素用ホースの開発に必要

となる水素耐久性材料の構造設計要件を確認しました。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ガスシール、ゴム、樹脂、O リング、 
材料強度、破壊、劣化、核磁気共鳴、品

質工学 

 

③【新燃料自動車技術研究センター】 
（Research Center for New Fuels and Vehicle 
 Technology） 

（存続期間：2007.4.1～2014.3.31） 

 

研究センター長：後藤 新一 

副研究センター長：濵田 秀昭 

首 席 研 究 員：葭村 雄二 

 

所在地：つくば東、つくば中央第5、つくば西 

人 員：13名（13名） 

経 費：761,235円（588,384千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 

 本研究センターは、新燃料及び新燃料を使用する

自動車技術を普及させ運輸部門の石油依存度の低減

に貢献すること、及びクリーンな排出ガスと自動車

燃費の大幅な向上を目的とする。そのため、2009年

のポスト新長期排出ガス規制に引き続き、2015年を

目標年度とする燃費基準及び2020年以降の強化燃費

基準、2016年以降の更なる排出ガス規制、更には

2030年の運輸部門の石油依存度を下げる国家戦略目

標達成を目標として、自動車業界との連携のもとに、

社会ニーズ対応の本格研究を実施する。本研究セン

ターの具体的ミッションは、以下の3項目である。 

１）新燃料及び自動車に関する先端的技術として、新

燃料製造技術、新燃料燃焼技術、新燃料燃費･排出

ガス対策技術、新燃料計測評価技術の革新的技術を

開発する。 

２）新燃料及び排出ガス評価・計測方法の規格化・標

準化を支援する。 

３）我が国とアジアなどの諸外国の研究人材・技術者

の育成を目指し、国際共同研究等を実施し、人材の

受け入れや派遣による人材育成ネットワークの構築

を行う。  

 これらのミッションは、第3期中期計画の「１-

（２）-① バイオマスからの液体燃料製造・利用技

術の開発」、「２-（１）-④ 自動車エンジンシステ

ムの高度化技術」、「３-（３）-② レアメタル等金

属・化成品の有効利用・リサイクル・代替技術の開

発」に直結するものである。  

２．運営・体制 

 ユニット内の各基盤技術を進化させるとともに、

その技術を実用化に繋げる本格研究を実施する。本

研究センターでは、これまで蓄積した技術シーズを

ベースにして基礎から応用まで幅広い研究を行い、

さらに、企業との共同により、新燃料製造技術と新

燃料利用自動車技術の双方の実用化・製品化を目指

す。この際、燃料製造から、エンジン燃焼、排出ガ

ス処理及び計測までの流れを研究の柱として、有機

的に各チームの協力を推進する。このため、各チー

ム間の綿密な連絡体制を構築すると共に、各チーム

間にまたがったテーマの提案・実施を推奨する。 

 さらに、本研究センターは、業界及び行政的ニー

ズを的確に把握するため、産業界・政策当局等から

の意見を取り入れ、センター活動の方針を策定・修

正しつつ研究経営を行う。また、共通の社会ニーズ

を有している国内外の研究機関とも連携を図り、先

導的課題に係る国際共同研究や新燃料規格化等の基

盤整備支援を実施する。 
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 新燃料自動車技術は多くの技術分野の統合技術で

あることから、本格研究を戦略的に実施するために

は、センター内部のみならず他ユニットの活動とも

密接な連携が必須であり、関連他ユニットとの連携

を推進する。また、燃料標準化に際しては、基準認

証イノベーション技術研究組合への参画や、自動車

工業会、石油連盟および対象燃料業界団体とも連携

を取って進めて行く。 

３．主要研究項目 

１）新燃料製造技術 

 低燃費化（省石油化）が期待できる石油系燃料の

高品質化、および、輸送用燃料の石油代替が期待で

きるバイオ燃料などの新燃料製造の核心技術となる

触媒技術の研究開発を行う。 

２）自動車エンジンシステム技術 

① 新燃料燃焼技術 

 従来の燃焼技術の新燃料への適応化技術、燃料

設計と新燃焼技術を合わせた革新的次世代低公害

エンジン技術、新着火技術について研究開発を行

う。 

② 新燃料燃費・排出ガス対策技術 

 多機能型触媒コンバータの研究開発、NOx な

どの有害物質に対する高性能後処理触媒の研究開

発、さらに、後処理触媒の白金族金属の代替や使

用量低減を目指す研究開発に取り組む。 

③ 新燃料計測評価技術 

 導入が予定されている各規制に対応する計測評

価技術の高度化を行うとともに、軽油等従来燃料

を対象に確立されてきた計測評価技術に及ぼす新

燃料の影響評価と対応策の検討を行う。 

３）新燃料規格化・標準化推進 

 製造技術、燃焼技術及び燃費・排出ガス対策技術

それぞれの基盤研究成果を基に、新燃料の規格化に

必要な情報を整理し、新燃料の国内規格、アジア地

域の規格を含めた国際規格・標準化を推進する。 

４．本年度の研究重点化方針 

 本年度は、センター設置期間7年の6年目に当たり、

センターの最終目標達成に向けて、各開発技術の進

化・実用化に取り組むとともに、規格化・標準化と

人材ネットワーク構築の更なる推進を行う。具体的

には、新燃料製造技術に関し、特に石油系軽油代替

バイオ燃料として世界的に実績があるものの品質面

で課題を有する第１世代バイオディーゼル燃料の高

品質化技術の研究開発、非食糧系バイオマスの触媒

利用熱化学変換による第2世代バイオ燃料製造技術

の研究開発、低品質燃料から低硫黄・低芳香族燃料

や高 H/C（水素／炭素原子比）の高品質燃料製造

技術の研究開発に取り組む。自動車エンジンシステ

ム技術に関しては、新燃料の最適化燃焼制御技術の

研究開発、新燃料を利用する超低環境負荷・超高効

率エンジンシステム技術の研究開発、省エネルギ

ー・省資源型排出ガス高度浄化技術の研究開発（レ

アメタル低減対策技術など）に重点的に取り組む。

さらに、新燃料規格化支援・標準化推進に関しては、

バイオ燃料の分析システムの整備を行うとともに、

バイオ燃料と DME 燃料の新燃料の国内外の標準化

を推進する。加えて、新燃料の製造技術の技術移転

等を通して、新燃料の規格化・標準化を後方支援す

る。また、国内外のプロジェクト研究を通じて、自

立的な若手研究者の育成を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・経済産業省国際室 日米エネルギー環境技術研究・標

準化協力事業 平成23年度日米エネルギー環境技術研

究・標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術

協力） 

 

・（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 新エネ

ルギー技術研究開発／バイオマスエネルギー等高効率

転換技術開発（先導技術開発）／バイオ燃料の品質規

格及び計量標準に関する研究開発 

 

・（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 希少金

属代替材料開発プロジェクト／排ガス浄化向け白金族

使用量低減技術開発及び代替材料開発／ディーゼル排

ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開発 

 

・（独）科学技術振興機構 ジャトロファからの高品質

輸送用燃料製造・利用技術（非食糧系バイオマスの輸

送用燃料化基盤技術） 

 

・（独）科学技術振興機構 非食糧系バイオマスの輸送

用燃料化基盤技術 

 

・一般社団法人触媒学会の平成24年度若手研究者の海外

渡航費用助成 還元触媒によるグアイアコールおよび

木質系タールの脱酸素反応 

 

・（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究助

成金 能動流体制御技術を用いたバーチャルブレード

構築による風力発電システムの飛躍的な始動性及び設

備利用率向上に向けた研究開発 

 

・（独）科学技術振興機構 科研費 誘電体バリア放電

誘起噴流の高速化メカニズム解明に関する研究 

 

・（独）科学技術振興機構 科研費 非平衡プラズマに

よる高圧可燃予混合気の着火機構に関する研究 

 

・東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） 東
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アジアにおけるバイオ燃料の指標および小規模・大規

模バイオマス事業の持続性評価に関する研究 

 

・東北大学未来科学技術共同研究センター クリオゲル

法によるセリア材の高性能化と粉体およびハニカム触

媒評価 

 

・東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） バ

イオ燃料およびバイオマスの利活用 

 

発 表：誌上発表45件、口頭発表67件、その他13件 

--------------------------------------------------------------------------- 
新燃料燃焼チーム 

（Combustion and Engine Research Team） 

研究チーム長：小熊 光晴 

（つくば東） 

概 要： 

 エネルギーの多様化と環境保全の観点から、(1)新

燃料エンジンシステム技術、(2)次世代大型ディーゼ

ルエンジンの高効率化と排気ガス低減技術に関する研

究開発を実施し、民生・運輸分野における動力利用シ

ステムの石油依存度軽減、高効率化並びにクリーン化

技術の実現を目指している。また、得られた成果や各

種検証試験データの蓄積により(3)新燃料の標準化を

推進する。具体的に、①新燃料利用システムの実用化

研究開発では、環境負荷低減に資する新燃料利用シス

テムの実用化・普及促進を目標とした研究開発として、

再生可能エネルギーの輸送・貯蔵技術の研究開発、

DME ディーゼルエンジンシステムの実用化研究開発、

非食糧系バイオマスの輸送燃料化基盤技術などを実施

している。②エンジンシステム技術に関する基盤研究

では、エンジンシステムセンシング技術の高度化研究、

有機ハイドライド利用廃熱回収エンジンシステム、新

燃料対応潤滑性評価方法の検討、CNG－軽油デュア

ルフューエル燃焼、CNG 直噴エンジン燃焼技術開発、

アフターパーツ DPF の研究開発などの共同研究を推

進し、萌芽的技術の発掘による新たなエンジンシステ

ム開発の可能性を追求している。③超低環境負荷エン

ジン燃焼技術の研究では、バイオ燃料等燃焼素反応機

構の構築、バイオ燃料等新燃料噴霧発達過程の解析、

高精度バーチャルエンジンシステムの研究等を実施し

ている。④新燃料標準化研究開発では、DME 燃料の

国内外標準化（基準認証イノベーション技術研究組合

（略称イノテック）事業として実施）、東アジア地域

におけるバイオディーゼル燃料の基準調和、バイオ燃

料の品質及び計量標準、バイオ燃料分析室の運用、ア

ジア諸国技術者育成支援など、国内外標準化を推進し

ている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

新燃料製造チーム 

（Hydrotreating Catalysis Team） 

研究チーム長：鳥羽 誠 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 新燃料製造チームでは、輸送用燃料の石油依存度低

減に貢献するため、燃焼改善や排出ガス処理装置への

負荷低減等により低燃費化（省石油化）が期待できる

既存石油系燃料の高品質化技術、並びにバイオディー

ゼル等の導入・普及により直接的に輸送用燃料の石油

代替が期待できる新燃料製造技術の研究開発を行って

いる。前者の石油系燃料の超クリーン化用触媒技術で

は、サルファーフリー（硫黄<10ppm）燃料製造触媒

の実用化・普及を目指すとともに、環境適合性が高く

将来燃料として期待されている低芳香族燃料やゼロサ

ルファー（硫黄量<2ppm）燃料を製造可能な革新的

石油精製触媒の開発を行っている。後者の新燃料の製

造技術並びに環境適合化技術では、各種油糧作物等を

原料とし、酸化安定性や熱安定性向上等に優れたバイ

オディーゼル燃料を製造・高品質化する触媒技術を開

発すると共に、非食糧系バイオマス等を原料とした環

境適合性の高い高品質新燃料を製造する触媒技術を構

築している。更に、得られた燃料のエンジン評価や排

出ガス特性評価等を通して、新燃料の普及に不可欠な

規格化を支援している。これらの研究に加え、国際共

同研究を通して、我が国とアジア諸国などの諸外国の

研究人材・技術者の育成にも貢献している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

省エネルギーシステムチーム 

（Energy-saving System Team） 

研究チーム長：小渕 存 

（つくば西） 

概 要： 

 本チームは、1)ポスト新長期規制後の NOx 規制強

化などに対応できる触媒反応と自己熱交換（熱回収）

機能を備えた自己熱交換式触媒リアクタ技術の創出、

2)資源的に稀少な白金族金属および希土類元素を使用

する触媒におけるこれら元素の使用量低減、3)DME
等の新燃料の利用にかかわる触媒反応プロセスの研究

開発、に貢献することをミッションとしている。今年

度1)については、一連の研究開発に区切りが着いたと

ころで、国内外の講演会や論文としてこれまでの研究

成果の周知に努めた。2)については、酸化触媒につい

て、添加物と細孔径制御によるアルミナ担体の高度化

について検討した。Si 添加アルミナ担体に関し、メ

ソ孔径がほぼ同等（7.6±0.2nm）の条件で Si の添加

量の最適値を調べた結果、4wt%付近であることを明

らかにした。また、メソ孔径の影響を検討した結果、

メソ孔径増大に伴い、HC および NO 酸化活性がとも
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に増大することを明らかにした。さらに、DPF 用の

AgPd 触媒について、物性と活性に及ぼす担体不純物

（Cl、SiO2など）の影響を検討した。また、企業と

の共同研究により、窒化ケイ素系 DPF について、量

産化を見据えた Pt 使用量を低減できる担持方法の検

討を行った。さらに、ガソリン車用三元触媒のセリウ

ム低減に関する大学、企業との共同研究において、空

燃比を周期的に変動させた実用に近い条件での触媒活

性評価を行った。3)については、合成ガスからの

DME 製造実験において、生成物分析などを行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

排出ガス浄化チーム 

（Emission Control and Catalysis Team） 

研究チーム長：佐々木 基 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ユニット戦略課題である「自動車エンジンシステム

の高度化技術」に直結する、後処理触媒の白金族金属

の代替や使用量低減を目指す研究開発および NOx な

どの有害物質に対する高性能後処理触媒の研究開発に

取り組んでいる。前者については、近年の厳しい規制

に対応する必要があるディーゼル重量車用排出ガス浄

化触媒を対象に、性能を維持しつつ白金族金属使用量

を低減した触媒を開発することを目指している。触媒

活性種である白金まわりの環境を他の元素との複合や

担体表面状態の制御でコントロールすることによって、

白金族金属使用量を低減しつつ、高い NO や炭化水

素の酸化能力を有する触媒の開発を目指している。ま

た、大学・企業との共同研究に基づき種々の触媒調製

技術の融合を図るとともに、実ガス評価に供する触媒

の調製をサポートしている。後者は、近年問題となり

つつある尿素 SCR 触媒の低温活性・耐久性を向上さ

せるため、活性金属種および担体の最適化により、新

規触媒活性種の活用法や炭化水素等被毒物質の共存下

でも活性を有する触媒を探索している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

計測評価チーム 

（Measurement and Evaluation Team） 

研究チーム長：高橋 栄一 

（つくば東） 

概 要： 

 計測評価チームでは、新燃料の普及および自動車の

高度化に関わる計測評価技術の研究開発を実施してい

る。DPF 内部に蓄積した PM 量を評価する新たな計

測方法として、超音波を用いた手法を開発した。これ

は超音波による非破壊検査技術を応用して、DPF を

透過した超音波信号から蓄積量を評価するもので、デ

ィーゼル自動車のアイドリング運転、および低負荷運

転時において PM の蓄積量の評価を実施し、その技

術の可能性を示した。また、日立オートモティブシス

テムズ㈱と自動車の情報セキュリティーに関する共同

研究を実施し、自動車を制御する ECU への各種セン

サの成りすまし、ECU 電源電圧低下の影響、自動車

用ネットワーク（CAN）停止等の影響が自動車の環

境性能（燃料消費率、排出ガス浄化能）へ与える影響

の評価実験を実施した。また、新規自動車触媒の開発

プロジェクトにおいて、シャシダイナモを用いた実車

のモード試験により新規開発触媒の浄化性能評価を行

うとともに今後の小型ハニカム触媒の評価実験に供す

るデータの取得・提供を行った。 
さらに、レーザ着火技術について、ガスエンジンに

おいて希薄燃焼における各種排気ガスの排出特性、お

よび熱効率を各種着火方法と比較し、レーザ着火法の

優位性を示した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］新燃料製造技術の研究開発 

［研究代表者］鳥羽 誠（新燃料製造チーム） 

［研究担当者］鳥羽 誠、葭村 雄二、望月 剛久、 

陳 仕元、阿部 容子、西嶋 昭生、 

植松 育子（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 既存の石油系輸送用燃料のクリーン化、特に低硫黄化

は、自動車排出ガス処理装置に用いられている貴金属触

媒や NOx 吸蔵還元触媒の長寿命化に有効であり、触媒

酸化再生時の燃料使用による燃費悪化の改善が期待でき

る。このため、我が国ではサルファーフリー（S< 
10ppm）軽油やガソリンが供給されているが、製油所

でのサルファーフリー化処理をより温和な条件下で達成

できる長寿命脱硫触媒に対するニーズは依然として高い。

一方、運輸部門からの CO2低減対策として、バイオマ

ス由来輸送用燃料の導入へのニーズが急速に高まってお

り、食糧と競合しない未利用非食糧系バイオマス資源か

らの高品質輸送用燃料の製造を可能にする技術構築が求

められている。このため、新燃料製造技術の研究開発で

は、高品質石油系燃料の製造技術、並びにバイオ系新燃

料の製造・高品質化技術のキーテクノロジーである触媒

技術に着目し、その基盤技術構築と本格研究を通して、

最終的には都市環境と地球環境に優しい輸送用燃料の社

会への提供・普及に貢献することを目的とする。 

本年度は、産総研と日揮触媒化成（株）社とで共同開

発した脱硫触媒のコスト向上に資する使用済み触媒の再

生技術を検討し、未使用触媒とほぼ同等の活性が得られ

る再生法を開発した。 

一方、バイオ系新燃料の製造・高品質化技術の中で、

油糧作物のトランスメチルエステル化により得られる脂

肪酸メチルエステル（FAME）型バイオディーゼル燃料

（BDF）の高品質化技術の実証研究を行った。昨年度
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までの検討で開発した FAME 型バイオディーゼル中の

易酸化成分である多不飽和脂肪酸メチルを、選択的にモ

ノエン酸メチルエステルに水素化できる担持貴金属触媒

を用いて、タイに設置したパイロットプラントにおいて、

高品質バイオディーゼル燃料の製造実証試験を行った。

その結果、東アジアサミット推奨品質の BDF の製造が

可能であることを確認し、引き続き高品質 BDF の自動

車適合性検証のため実施した実車走行試験に供給するた

めの BDF の製造を行った。さらに、関連技術として、

BDF 中の易析出成分除去技術、リン分低減のための原

料油脱ガム技術および固体触媒による BDF 製造技術の

開発を行った。 

 油糧作物や木質系バイオマスの急速熱分解技術開発で

は、触媒のスクリーニングによる生成油（バイオオイ

ル）の酸素分低減および液収率向上の検討を行い、パイ

ロットプラントへの導入のための指針を得た。また、タ

イに流動層型熱分解パイロットプラントを設置し、試験

運転を開始した。バイオオイルからの輸送用炭化水素燃

料製造技術開発では、バイオオイルと石油系基材の共処

理におけるバイオオイル中の酸素分および窒素分の水素

化脱酸素／脱硫及び脱酸素生成物分布に与える影響をモ

デル化合物で検討した。窒素分のみでは脱酸素活性を低

下させるが、硫黄化合物が共存する場合は、脱酸素及び

脱窒素活性は安定しており、ジャトロファ残渣のような

窒素分を含むバイオオイルは、硫黄分を含む石油系基材

と共処理を行うことで安定した脱酸素活性を維持するこ

とが可能であることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］輸送用燃料、バイオ系新燃料、高品質化

触媒、脱硫触媒、サルファーフリー、バ

イオディーゼル、急速熱分解、バイオオ

イル、燃料品質確保 

 

［テーマ題目２］自動車エンジンシステムの高度化技術

の研究開発 

［研究代表者］後藤 新一（研究センター長） 

［研究担当者］後藤 新一、濵田 秀昭、小熊 光晴、 

辻村 拓、文 石洙、小渕 存、 

内澤 潤子、難波 哲哉、佐々木 基、

鈴木 邦夫、Asima Sultana、 

古谷 博秀、篠崎 修、高橋 栄一、 

瀬川 武彦、日暮 一昭、広津 敏博、

貝塚 昌芳、蔦田 公仁、恩田 友和、

大友 拓哉、吉田 昭洋、斉藤 孝季、

黄 鎮海、松丸 陽子、千葉 晃嗣、 

佐藤 直子、小澤 正邦、羽田 政明、

金田一 嘉昭、大井 明彦、伊賀 達介、

山口 誠也、笠木 久美子、岡室 葉子 

（常勤職員13名、他22名） 

 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマにおいては、エンジン燃焼の超高度制御

化、排出ガス浄化および計測評価技術の高度化、排出ガ

ス浄化触媒の希少金属使用量低減化、に資する研究開発

を実施している。平成24年度における実施内容は、以下

の通りである。 

 エンジン燃焼の超高度制御化については、まず、米国

アルゴンヌ国立研究所との共同研究により、X 線技法に

よるディーゼル噴霧の詳細解析を行った。その結果、在

来手法では解析し得ないインジェクタ内部の燃料流動や

燃料噴射開始直後の燃料噴霧挙動について、定量的な解

析が可能となった。また、CNG／軽油デュアルフュー

エル（DDF）エンジンの研究で天然ガスが希薄である

条件下で熱効率が悪化する問題の解決法を探るため、実

験及び数値計算による解析を行った。その結果、熱効率

悪化の原因は天然ガスの着火性の悪さにあり、解決には

燃焼室内全体の温度を上昇させることが重要であること

が分かった。 

排出ガス浄化技術の高度化については、NOx などの

有害物質に対する高性能後処理触媒の研究開発を行い、

酸量や種類が異なる触媒担体に Mn を担持した時の Mn
種の状態と NO 還元活性の関係を検討し、活性種とし

て MnO2を有する触媒が高い活性を示すことを見出した。

また、自己熱交換作用による内部昇温機能を備えた自己

熱交換式コンバータさらにはこれと複数の排ガス浄化機

能を組み合わせた多機能一体型コンバータについては、

一連の研究開発に区切りがついたので、内外における研

究発表や論文発表による成果の周知に努めた。 

排出ガス計測評価技術の高度化については、DPF の

適切な再生時期を判定する新規計測評価技術として、新

たに超音波を用いた手法を開発した。これは超音波によ

る非破壊検査技術を応用して、DPF 内部に蓄積した

PM 量を透過シグナルから評価するものである。ディー

ゼル自動車のアイドリング運転および低負荷運転時にお

いて PM 蓄積量の評価を実施し、その技術の可能性を

示した。またレーザ着火ガスエンジンにおいて、希薄燃

焼における各種排ガスの排出特性の評価実験を実施し、

他の着火方法と比較したレーザ着火法の優位性を示した。 

排出ガス浄化触媒の希少金属使用量低減化については、

まず、NEDO 希少金属代替材料開発プロジェクト「デ

ィーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用量低減化技術の開

発」において、酸化触媒に関して Si-Al2O3系に加えて他

の第2成分含有 Al2O3が有望な実用担体であることを見

出し、組成と細孔構造の最適化を行った。また、酸性酸

化物による担体のさらなる修飾が活性向上効果を発揮す

る場合があることを見出した。一方 DPF に担持して使

用する PM 酸化触媒については、実用候補の Ag-Pd 触

媒の構造に関する基礎的知見を提供した。また、希少金

属のひとつである Ce の有効利用に関して、経産省震災

復興技術イノベーション創出実証研究事業「次世代自動
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車用触媒開発のための小型ハニカム触媒の試作・評価イ

ノベーション実証研究」に加わり、主に、試作した粉体

およびハニカム触媒の性能評価を担当した。粉体触媒の

評価においては、実排ガス条件に近い、模擬排ガス組成

が空気過剰/燃料過剰を周期的に変動するパータベーシ

ョン条件での三元触媒性能評価を行った。また、触媒活

性に影響を及ぼす酸素貯蔵能（OSC）の新規測定方法

を提案した。ハニカム触媒の評価に関しては、実車のモ

ード試験により本プロジェクトで開発された新規触媒4

つについての評価実験を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］ディーゼル自動車、ディーゼル特殊自動

車、予混合圧縮着火燃焼、PCI 燃焼、燃

料噴霧、火炎、バイオ燃料、ジメチルエ

ーテル、DME、レーザ着火、希少金属、

白金、セリウム、代替材料、排ガス浄化、

酸化触媒、三元触媒コンバータ、自己熱

交換式コンバータ、省エネルギー、燃費、

燃料由来 NOx 還元、PM 計測、超音波 

 

［テーマ題目３］新燃料標準化の研究開発 
［研究代表者］後藤 新一（研究センター長） 

［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、古谷 博秀、

葭村 雄二、鳥羽 誠、松野真由美、 

日暮 一昭、田中 亜紀子、広津 敏

博、貝塚 昌芳、佐々木 利幸、喜多 

郭二、原田 皓三（常勤職員3名、他10

名） 
［研 究 内 容］ 
 テーマ項目１、２で実施する製造技術、燃焼技術及び

燃費・排出ガス対策技術それぞれの基盤研究成果や各種

検証試験データの蓄積により、新燃料の規格化に必要な

情報を整理し、ISO や東アジア地域における基準調和

などの国際規格や、JIS 等国内規格の策定を推進する。

規格策定にあたっては業界団体と密に連携し、必要に応

じて国内外の標準化に関わるワーキンググループ

（WG）や委員会の設置あるいは委員派遣を行う。 
1) 東アジア地域におけるバイオディーゼル燃料品質の

ベンチマーク策定 

 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）事

業のワーキンググループ運営を継続し、各国で対応可

能な分析ラボのリストが完成した。6カ国のラボによ

る同一バイオディーゼル燃料サンプルの分析比較試験

を実施したその結果、各国で採用されている分析方法

をそれぞれ用いても、分析結果に大きな差異は見られ

ないことを確認した。平成20年に発行した「EAS-
ERIA Biodiesel Fuel Standard: 2008」を引用し、タ

イ、フィリピン、インドネシア、マレーシア、ベトナ

ムおよび日本が自国のバイオディーゼル燃料品質規格

の見直しを行った（一部見直し検討中）。 
2) DME 燃料の国内外標準化 

  ISO/TC28/SC4/WG13（DME 燃料品質、コンビー

ナとして参加）および同 WG14（DME 燃料品質の分

析方法，エキスパートとして参加）において、DME
燃料品質および4種不純物測定方法それぞれ、CD→

DIS 登録に向け作業を継続した。また、ISO と併せ

て JIS 規格原案作成を主導し、2013年3月21日に JIS 
K2180-1～6として DME 燃料品質とその不純物分析

方法が制定された。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］標準化、国際標準、基準調和、 

ベンチマーク、東アジア、 
バイオディーゼル燃料、FAME 
ジメチルエーテル、DME、ISO、 
バイオエタノール、JIS 
 

④【メタンハイドレート研究センター】 

（Methane Hydrate Research Center） 
（存続期間：2009.4.1～2016.3.31） 

 
研究センター長：成田 英夫 
副研究センター長：海老沼 孝郎、天満 則夫 
 
所在地：北海道センター、つくば西事業所 
人 員：10名（10名） 

経 費：924,803千円（107,444千円） 

 
概 要： 
 メタンハイドレート研究センターは、天然ガスの役

割が増大するエネルギー社会の到来をわが国の中期的

未来の姿としてとらえ、その安定供給の確保、自給率

の向上ならびに新産業創出に向けた研究技術開発を行

うことによってグリーンイノベーションの実現に貢献

することを目的としている。 

 このため、わが国周辺海域を始め世界各地に賦存す

るメタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経

済的に採収する「生産手法開発に関する研究開発」お

よびガスハイドレートの物理的特性を利用した革新的

な省エネルギー技術を創出する「ガスハイドレート機

能活用技術開発」を重点課題として推進している。ま

た、オープンイノベーションによる研究連携の意義は

一層増しており、わが国のメタンハイドレート研究の

プラットフォームとなるべく、人材育成および技術移

転の推進、産学官連携の推進、適切な情報発信など新

たなイノベーションを創出していくための「メタンハ

イドレート研究アライアンス事業」を実施している。 

 生産手法に関する研究開発においては、以下の課題

を設定し、相互の研究成果を共有しながら商業的産出

のための技術整備を進めている。 
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1) メタンハイドレート資源から天然ガスを効率的か

つ大量に生産するための「生産技術の開発」 

2) 生産性や生産時の地層の挙動を評価するために不

可欠な貯留層パラメータを解析し貯留層モデルを構

築する「貯留層特性の評価」 

3) 生産に伴う地層の力学挙動および坑井の健全性を

評価するための「生産モデルの開発」 

4) 生産時のメタンハイドレート再生成や坑井内の流

動状態を解析し生産障害を回避するための「物理特

性の解析」 

 また、後述の機能活用技術分野を含め当センターが

メタンハイドレート研究のプラットフォームとなるこ

とを目指した以下の事業を実施している。 

5) 外部連携の推進、人材育成、技術移転、サイエン

スコミュニケーション、講演会開催等を活動内容と

する「メタンハイドレート研究アライアンス事業」 

 さらに、生物機能研究部門、地圏資源環境研究部門

との連携による以下の分野融合的課題に取り組んでい

る。 

6) 大水深海底下の地層における高圧条件下でのメタ

ン生成システムを解明するための「メタンハイドレ

ート成因解明の研究」 

 「生産技術の開発」においては、強減圧法、通電加

熱法等生産手法のエネルギー効率向上、回収率の向上

のための研究、生産時の細粒砂移流・蓄積、メタンハ

イドレート再生成による浸透率低下等の生産障害因子

を解析し生産障害対策技術の開発を実施する。また、

これらの研究開発によって得られた新たな知見を室内

大型産出試験設備によって検証を行う。「貯留層特性

の評価」においては、生産シミュレータによる生産性

評価や地層変形シミュレータによる地層変形評価に不

可欠なメタンハイドレート濃集域の貯留層モデルを構

築するために、海洋産出試験事前掘削コアの層分析、

断層のパラメータ評価、地層の不均質性の評価を行い、

貯留層モデルを開発する。「生産モデルの開発」にお

いては、コア試験によるメタンハイドレート層の力学

パラメータ取得の継続や坑井の健全性評価のための室

内貫入試験装置による接触面強度等のパラメータ取得

を行うと共に、メタンハイドレート貯留層の圧密変

形・強度特性、生産時の地層内応力分布等を扱うこと

が可能な地層変形シミュレータを高度化する。さらに、

同シミュレータを用いて生産時の坑井壁に負荷される

応力を解析し、海洋産出試験における坑井の健全性評

価を行うと共に、実践的な生産性評価を行うための生

産シミュレータのアップスケーリング手法の開発を行

う。「物理特性の解析」においては、高圧・低温環境

下にある生産坑井内での気液二相流の流動特性の解析

を行うと共に、実環境条件におけるメタンハイドレー

トの再生成について解析を実施する。また、地層内で

のメタンハイドレート再生成の評価に必要なメタンハ

イドレート層の熱特性の評価を行う。 

 ガスハイドレートの物理的特性を利用し、新たな産

業技術の創出とメタンハイドレート資源開発の経済性

向上を目指す機能活用技術においては、天然ガスの省

エネルギー輸送・貯蔵プロセスを開発するため、天然

ガスハイドレート（NGH）輸送用ペレットの成型条

件や搬送条件を設計するための力学特性を実験によっ

て解析し評価する。また、ヒートポンプ用の実用化レ

ベルの新規冷熱媒体を開発するために混合ガスハイド

レートの生成・解離条件に関する実験的探索を行う。

さらに、セミクラスレートハイドレートを利用したガ

ス分離・精製技術の開発を行う。 

 メタンハイドレート研究アライアンス事業において

は、メタンハイドレート資源の生産手法開発に関する

連携を行う7企業7大学からなる「生産手法開発グルー

プ」および機能活用技術の工業化に関心の高い8企業

と7大学を結集した「ガスハイドレート産業創出イノ

ベーション」を運営し、企業に対する技術移転、大学

人材の育成を通じ工業化を促進するほか、国民・社会

との対話事業として、サイエンスカフェ、実験教室、

出前講座、講演会、定例シンポジウムなどを開催する。

これらの事業によって、当センターがメタンハイドレ

ート研究のプラットフォームとなることを目指してい

る。 
 さらに、生物プロセス研究部門、地圏資源環境研究

部門との密接な連携によって、大水深海底下のメタン

生成システムを解明するため、高圧条件下での微生物

のメタン生成能の実験室的評価を実施している。 
 

発 表：誌上発表31件、口頭発表63件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 
生産技術開発チーム 

（Production Technology Team） 
研究チーム長：長尾 二郎 

（北海道センター） 
概 要： 
 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

て、高い生産性と回収率を確保するための生産手法、

生産増進法の開発を実施している。また、生産性の低

下要因である細粒砂蓄積による流動障害等、ハイドレ

ート貯留層からの天然ガス生産の安定性を阻害する生

産障害因子の定量的解析や数値化モデルの開発を通し

て、生産障害対策技術、抑制技術の開発を行うととも

に、持続的な天然ガス生産性評価の一環として、強減

圧法において生成した氷の潜熱を利用した回収率増進

法の解析からその回収率に対する効果の検討をコア試

験ならびに生産性評価シミュレータを用いて実施して

いる。さらに、メタンハイドレート貯留層特性に応じ

た天然ガス生産手法を最適化するため、室内産出試験

設備による強減圧法の検証を実施している。一方、液
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化天然ガスに代わる新たな省エネルギー的天然ガス輸

送・貯蔵媒体としてのガスハイドレート利用促進を目

的に、自己保存性等ガスハイドレート特有の現象の発

現機構の解明や新たな分解制御技術開発等の研究開発

を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
 
貯留層特性解析チーム 

（Reservoir Modeling Team） 
研究チーム長：皆川 秀紀 

（北海道センター） 
概 要： 
 メタンハイドレート濃集域の貯留層モデルを構築す

るため、メタンハイドレート胚胎層の分析、断層パラ

メータの評価、地層の不均質性の評価を行い、三次元

貯留層モデルの開発を行っている。研究内容は、メタ

ンハイドレート胚胎地域の地層の力学特性・浸透率特

性に関するパラメータの取得と構成式の構築、採取さ

れた天然堆積物に関するデータベース作成、地層中に

内在する不均質性と断層等による不連続性を考慮した

三次元貯留層モデルの開発、メタンハイドレート貯留

層からの天然ガスの増進回収法の開発、および高圧条

件下でメタン生成菌のメタン生成能の評価である。こ

れらの研究を産総研内外の研究機関と連携しながら進

めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
生産モデル解析チーム 

（Reservoir Simulator Team） 
研究チーム長：天満 則夫 

（つくば西） 
概 要：  
 メタンハイドレート資源からの天然ガス生産におい

ては、生産性や貯留層内の温度・圧力分布を評価する

解析手法が必要なほか、安全で安定な生産を実現する

ための地層変形や応力分布を数値的に解析する手法が

不可欠である。メタンハイドレート貯留層からのメタ

ンガス生産に伴う地層変形・圧密挙動を解析するため

に、圧力コアや模擬コア等を用いてメタンハイドレー

ト層に係る強度等の力学パラメータを継続して取得す

るとともに、坑井にかかる応力を評価するために室内

貫入試験装置を用いて、坑井の健全性評価に必要なケ

ーシング、セメントおよび地層の各材料間の接触面強

度等の実験データの取得を行い、有効拘束圧などをパ

ラメータとした摩擦強度に関するモデル式を導出し、

開発中の地層変形シミュレータの解析精度の向上を図

っている。また、生産挙動を高い精度で予測・解析す

る生産性・生産挙動評価技術の開発では、詳細な現場

データに基づく数値解析モデルと等価な解析結果が得

られるようなアップスケーリング手法の開発を行い、

計算負荷の軽減が可能となる数値モデルの最適な分割

手法等のシミュレータ機能の強化に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 
物理特性解析チーム 

（Physical Property Analyses Team） 
研究チーム長：山本 佳孝 

（つくば西） 
概 要： 

 メタンハイドレート資源の開発における生産障害対

策・抑制技術として、メタンハイドレート再生成過程

を含む気液固三相流れのシミュレーションのための物

性データ取得、ハイドレートの膜厚・成長速度等を予

測可能なモデルの構築等を行っている。また、細粒成

分を含む系におけるメタンハイドレート生成・分解過

程解明のため、泥水成分や塩類の生成・分解反応に与

える影響等を解析している。さらに、砂、ガス、水、

メタンハイドレートが共存する系での熱伝導率を測定

し、生産時の熱伝導率モデルを開発している。坑井周

辺のスキン形成問題に対しては、多相流数値モデルを

用いて多孔質内における細粒砂の移流・蓄積によるス

キン形成過程の解明および対策技術の開発を行ってい

る。ガスハイドレートの機能活用技術として、ガスハ

イドレートの熱交換媒体としての利用を目的とした、

各種ハイドレートの相平衡、相転移潜熱、ケージ占有

率について、実測及び統計熱力学的モデルによる推算

等による検討を行っている。また、超音波霧化器を用

いた低温・低圧下のハイドレート高速生成技術、ハイ

ドレートを固定相とするガスクロマト分離等の研究を

国内外の大学と協力して行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］メタンハイドレート資源の生産手法開

発に関する研究開発 

［研究代表者］成田 英夫 
（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

神 裕介、今野 義浩、木田 真人、 
皆川 秀紀、江川 浩輔、宮崎 晋行

（兼務）、山本 佳孝、川村 太郎、 
米田 純、清野 文雄（兼務）、 
小笠原 啓一（兼務） 
（常勤職員14名、他39名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート資源から天然ガスを安定かつ経済

的に採収する効率的な生産手法を開発するための生産技

術の開発、貯留層特性の評価および生産モデルの開発を

実施すると共に、外部機関などとの連携を促進し、新た

なイノベーションを創出するためのメタンハイドレート

研究アライアンス事業を行った。 
 生産技術の開発では、強減圧時のガス生産挙動に及ぼ
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す減圧スケジュールの影響を水飽和率の異なるコアを用

いた室内実験とそのシミュレーション解析によって評価

し、減圧初期に水飽和率が高いコアほど氷生成潜熱の供

給によるガス生産性増進効果が高いことを明らかにした。

大型室内産出試験設備による強減圧生産実験を実施し、

氷が生成する期間、ガス生産性が顕著に増加することを

確認しその有効性を検証した。ハイドレート再生成のモ

デル化を行うために、生成と分解を繰り返した際の再生

成挙動を赤外分光法により解析し、過冷却度が小さいほ

ど顕著にインダクションタイムが変化することを明らか

にした。細流砂移流蓄積による浸透率低下については、

海洋産出試験地にてコアリングされた事前掘削コアを用

いて、ハイドレートが胚胎する堆積層の性状分析を元に

細粒成分の存在状態を評価した。細粒砂の圧入量と浸透

率低下の関係をモデル実験により定式化した結果、浸透

率低下のコア長依存性が見られることから、細粒砂の蓄

積は主に流入口近傍にて局所的に発生していることが推

察された。また、海洋産出試験地の事前掘削コアの分析

を行い、ハイドレート結晶包接ガス成分・組成解析など

を実施した。メタンハイドレート堆積物の熱伝導率測定

では、第一回海洋産出試験事前調査井掘削コア試料の熱

伝導率を原位置条件に準拠した温度・圧力条件で測定し

た結果、初期は並列モデルに近い値をとるが分解が進む

と共に大きく低下し分散モデルの推算値へ推移した。 
 貯留層特性の評価では、地層の減圧時に生じる圧密の

影響評価を行い、孔隙率の減少に伴う浸透率低下と細粒

成分の孔隙充填に伴う浸透性低下が堆積物の粒径分布に

関連することを確認した。地層の連続性と断層活動の履

歴について評価するため、第二渥美海丘周辺域における

堆積盆構造の復元解析を行い、海丘周辺の断層活動に伴

う堆積盆の構造発達を明らかにした。これにより、第二

渥美海丘の隆起に基づいて堆積盆の形成は前半期と後半

期に分類され、前半期では砂質層が堆積しやすい堆積中

心が海丘近傍に形成されたのに対し、隆起が活発になっ

た後半期では堆積盆の拡大と共に堆積中心がより陸側に

シフトしたため、海丘周辺には泥質層が卓越しやすい堆

積環境に変化したことを確認した。海洋産出試験事前掘

削圧力コアの全層準における堆積構造の記載および堆積

物の物性分析を行い、粒度分布よりコア取得区間の岩相

は上部、中部、下部に大別されること、また粒子密度と

鉱物組成は粒度分布に大きく依存することを確認した。

取得した圧力コア試料を用いた力学試験について、米国

の研究機関、大学と共同研究を行い、粒度分布、孔隙率

等の基礎物性を明らかにした。 
 生産モデルの開発では、メタンハイドレート層の力学

パラメータを実験的に継続して取得した。また、地層の

圧密による浸透率低下モデル式を組み込んだ地層変形シ

ミュレータを用いて感度解析を実施し、メタンハイドレ

ート分解や減圧に伴う圧密変形の影響を明らかにした。

さらに、坑井にかかる応力を評価するための室内貫入試

験装置を用いて、ケーシング、セメントおよび地層の各

材料間の接触面の実験データ取得を行い、接触面におけ

る有効拘束圧などをパラメータとした摩擦強度に関する

モデル式を導出し、地層変形シミュレータの精度向上を

図った。さらに、減圧区間や減圧の速度、地層傾斜等を

パラメータとした坑井周辺の応力分布に関する感度解析

を行い、地層傾斜は坑井周辺の応力分布よりも鉛直及び

水平変位量に大きな影響を与えることを明らかにした。

生産性・生産挙動評価においては、シミュレーション実

行時の計算負荷の低減を可能とする数値モデルの分割手

法の改良を行ったほか、海産試験候補地の貯留層モデル

の再構築ならびに生産挙動予測を行い、海産試験におけ

る生産量の事前評価を行った。 
 メタンハイドレート研究アライアンス事業において、

企業、大学が参加する生産手法開発グループを運営し、

それぞれ3回の意見交換会および進捗状況検討会を開催

した。また、大学研修生受入れ20件、企業への技術移転

11件等の人材育成を行ったほか、サイエンスカフェ・実

験教室開催15回、依頼・招待講演20件、24件の取材対応

等を通じ、国民との対話を推進した。加えて、メタンハ

イドレート研究に関する4回の講演会を開催したほか、

国内のメタンハイドレート関連研究者が一同に会した第

4回メタンハイドレート総合シンポジウムおよび国際会

議（8th Fiery Ice）を開催した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、地層変形シミュレータ、

エネルギー効率、天然ガス、生産技術、

原位置計測技術、熱特性、力学特性、圧

密特性、相対浸透率、流動障害 

 

［テーマ題目２］ガスハイドレート機能活用技術の開発 

［研究代表者］成田 英夫 

（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

木田 真人、皆川 秀紀、宮崎 晋行

（兼務）、山本 佳孝、清野 文雄（兼

務）、小笠原 啓一（兼務）、前川 竜男

（兼務）（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

ガスハイドレートは、水分子で構成される籠状構造の

中にガス分子を包みこんだ低温・高圧下で安定な固体物

質であり、高いガス包蔵性、大きな生成・融解潜熱、高

い温度・圧力応答性、高い反応選択性を有する等の機能

的特徴を持っている。これらの物理的な性質を活用した

工業技術を創出するために、ガスハイドレートおよびセ

ミクラスレートハイドレート（準包接水和物）を利用し

た天然ガス輸送・貯蔵技術の開発、効率的熱媒体の開発

およびガス分離技術の開発を行った。 

ガスハイドレートによる新たな省エネルギー的天然ガ



研 究 

(36) 

ス輸送・貯蔵技術においては、ガスハイドレートをより

高温・低圧で分解抑制するための被覆材について、被覆

材水溶液濃度が分解抑制効果に影響を及ぼすことを見出

した。また、有機物質を含有しない被覆材を用いた分解

抑制法の検討を行い、分解抑制温度の高温化に資する分

解抑制技術の開発を行った。また、今後貯蔵・輸送媒体

として期待されている H 型ハイドレートに関して、生

成速度や保存条件に大きく係る相平衡条件を、単結晶ハ

イドレートの結晶形状変化を利用して迅速に決定できる

手法を開発した。 

超音波霧化法による低温低圧ハイドレート生成におい

ては、生成率の経時変化を測定し、CO2分子の拡散に基

づく生成速度モデルにより解析した。今年度は、ガスを

冷却部の底から供給可能にする改良を行った結果、粒子

間への CO2供給改善により反応後期での反応率が向上

した。昨年度に引き続き、四級アンモニウム塩

（TBAB）のハイドレートを固定相とするクロマトグラ

フィーの溶出特性を検討した。東京大、計測フロンティ

ア部門と連携し、ハイドレート冷熱を用いた農工融合に

関する共同研究（科研費）を実施した。 
ガス分離技術の開発においては、ガスハイドレートの

選択的なガス包蔵特性を利用して、硫化水素、CO2等の

ガスを分離するための研究開発を行った。ガスハイドレ

ートを利用したガス分離技術では、化学的吸収法より回

収（吸収剤の再生）に要するエネルギーを低減し、分離

膜法より処理量を増大することが期待できる。従来のガ

スハイドレートによるガス分離においては、硫化水素ハ

イドレート、CO2ハイドレート等の単一ガス種から成る

ハイドレートの利用が試みられてきたが、それらの生成

平衡条件により、ガスの分離および回収操作を低温、高

圧で実施しなければならない難点があった。一方、ガス

ハイドレートと類似な水分子から成る籠状結晶構造を持

ち、四級アンモニウム塩等を包接するセミクラスレート

ハイドレートは、常温、常圧で安定である。これまでの

セミクラスレートハイドレートに関する研究により、結

晶構造には中空の12面体の籠状構造が多く含まれること、

この12面体に包接可能な小径のガスを選択的に取り込む

こと等を明らかにした。本研究開発では、このセミクラ

スレートハイドレートの中空の籠状構造に、特定のガス

種を選択的に取り込ませることにより、常温、常圧でガ

ス分離を行なうものである。本年度は、数種類のセミク

ラスレートハイドレートを対象に、CO2ガスの吸収量と

吸収速度について、セミクラスレートハイドレート生成

剤の濃度、ハイドレート生成速度などの影響を明らかに

した。さらに、セミクラスレートハイドレートの生成過

程と CO2ガスの吸収過程を分離する手法について、可

能性を実験的に示した。また、セミクラスレートハイド

レートを利用した潜熱蓄冷熱技術の開発に実績を有する

民間企業と、セミクラスレートハイドレートによる排ガ

スからの CO2分離技術の開発を連携して実施した（補

助金事業共同申請）。本研究開発課題については、産総

研オープンラボにおいて成果を発信する等、民間企業と

の連携を目指した取り組みを積極的に行った。さらに、

メタンハイドレート研究アライアンス事業の一部として、

工業化に関心の高い企業と大学を結集した「ガスハイド

レート産業創出イノベーション」を運営し、総会のほか、

講演会を開催し、産総研成果の発信、調査情報の共有等

を行い、連携を促進した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ガスハイドレート、セミクラスレートハ

イドレート、天然ガス輸送、天然ガス貯

蔵、自己保存効果、炭酸ガス分離、硫化

水素分離、冷凍システム、ヒートポンプ、

TBAB、THF 
 
⑤【コンパクト化学システム研究センター】 
（Research Center for Compact Chemical System） 

（存続期間：2010.4.1～2017.3.31） 

 

研究センター長：花岡 隆昌 

副研究センター長：角田 達朗 

 

所在地：東北センター 

人 員：27名（27名） 

経 費：570,682千円（374,894千円） 

 

概 要： 

 本研究センターは、化学産業分野に求められている、

グリーン・サステナブル・ケミストリー（GSC）の

実現により、大量消費・廃棄型のシステムを脱し、産

業の省エネルギー化と環境負荷削減に貢献することを

重要な目標としている。また、電子部品・機械生産等

の「ものづくり産業」を中核とする東北地域の、地域

産業競争力強化に役割を果たす。 

 また、本研究センターでは「持続可能社会の構築」

につながる、産業からの環境負荷低減を実現するため、

化学産業のプロセスイノベーションとコンパクトでシ

ンプルな生産システム確立をミッションとし、さらに、

GSC 技術の他産業への適用により、東北地域のもの

づくり産業の低環境負荷化（グリーン化）への貢献を

目指す。 

 上記を実現するため、(1) 高温高圧マイクロ化学エ

ンジニアリングシステム技術の開発、(2)無機材料プ

ロセス技術の開発、(3)融合的反応場技術の開発、の3

つをコア技術とし、技術の高度化と社会への成果還元

を目指している。また、“本格研究”推進のため、コ

ア技術間の有機的な連携・産総研内外の異分野技術と

の融合を進めた。特に、外部機関とはコンソーシアム

活動等を活用し、研究シーズと産業におけるニーズと

のマッチング、社会への技術移転加速を促進した。 
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1) 高温高圧マイクロ化学エンジニアリングシステム

技術の開発：化学反応プロセスの環境負荷低減に向

け、高温高圧状態を利用した化学プロセスは、難反

応性原料の利用や特異的な反応選択性に有利であり、

反応時間の大幅な短縮、生成物分離の簡素化効果が

大きいため、重点的に取り組んだ。具体的には、有

機溶媒に替えて高温高圧の水や二酸化炭素、イオン

液体等の特殊環境場を利用した合成反応プロセスや

分離プロセス、これらの状態に適した触媒の開発、

材料製造技術の開発に取り組んできた。さらに、プ

ロセス開発の基盤となる、各種のデバイス開発とエ

ンジニアリング技術に取り組んだ。 

 上記のエンジニアリング技術は、化学産業のみな

らず様々な産業における環境負荷低減に寄与できる。

例えば二酸化炭素塗装技術は、連携企業による製品

化のための技術移転を実現した。それ以外にも、当

該技術は、材料の塗布技術、コーティング、印刷、

紡糸等の各種のものづくり産業において、有機溶媒

の大幅使用削減や工程の簡素化、エネルギー消費削

減に大きな効果があることから、技術の確立と技術

移転を推し進めた。 

2) 無機材料プロセス技術の開発：化学プロセスのグ

リーン化技術開発では、無機多孔質材料や無機層状

物質は大きな役割を果たす。特に、触媒や環境浄化

材料、吸着・分離材料等、また、高温や有機薬品等

に暴露される部位の材料として有効である。 

本研究センターでは、新規な無機材料として、粘

土膜の利用技術の開発に大きな成果を挙げ、また、

層状化合物やゼオライト、多孔体材料等のシリケー

ト材料を中心とした材料創製・評価・機能化・部材

化技術の研究開発にも成果を挙げてきた。粘土膜等

の製品開発段階にある材料については、企業との共

同研究により技術移転を積極的に進め、コンソーシ

アムを活用して効率的に新たな製品化を推進した。 

 また、シリケート材料の合成・構造解析技術を活

用して、新規な多孔質材料等の創出とそれを利用す

る分離膜等の部材、無機・バイオハイブリッド材料

の開発を行い、プロセスへの適用を進めた。さらに、

これら材料の持つ場の特性を利用し、様々な分子や

イオン認識機能を高度化して計測手法へ適用すると

ともに、マイクロ波等の特殊環境場を利用した材料

製造技術開発、材料の複合化に取り組んだ。開発材

料については、耐高温高圧材料、バイオプロセス材

料、膜分離材料、触媒反応材料等へと発展させ、他

の重点研究課題と協奏的に発展させた。この他、無

機材料の特質を生かし、機能性材料への応用をユニ

ット外部のポテンシャルとも連携して実施した。 

3) 融合的反応場技術の開発：長期的な産業競争力強

化のためには、技術の融合による次世代型反応プロ

セスの開発が必要であり、大きな環境負荷低減が実

現すると考える。このため、各種技術及び高温高圧

技術や材料技術による複合型の反応場利用技術を開

発する。特に、複合的反応場や触媒を利用する反応

プロセスのシステム化を重点的に進めた。 

 具体的には、触媒反応技術を中心とした水・二酸

化炭素媒体と触媒開発による新規な反応系の開発や、

マイクロリアクターや小型マイクロ波装置・膜型反

応器と触媒反応の融合技術開発を行った。また、無

機材料やプロセス技術と融合したバイオ触媒技術、

シミュレーション技術等を融合した研究開発やイオ

ン流体を用いた複合的なガス分離技術開発を進め、

低環境負荷型の化学プロセス提案を目指した。 

 仙台にある本研究センターにおいては、一昨年度

末の大震災により受けた被害については、平成24年

度末までに大型測定機器の納入が完了し、今後、こ

れら機器を活用した研究開発の加速を期待している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

運営費交付金 融合･連携推進／戦略「超ハイブリッド

微粒子製造プロセスの工業技術確立と二酸化炭素霧化技

術との融合」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成23年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）

「高圧二酸化炭素の光還元に関するプロセス化技術の開

発」 

 

国立大学法人長岡技術科学大学 平成24年度環境研究総

合推進費「環境基準項目の無機物をターゲットとした現

場判定用高感度ナノ薄膜試験紙の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「二酸化炭素冷媒で作動する圧縮吸収ハイブリッドサイ

クルの研究開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラムフィージビリティスタデ

ィステージ探索タイプ「低温成形配線用ナノ粒子インク

材料を目的とした窒化銅微粒子の合成」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラムフィージビリティスタデ

ィステージ探索タイプ「マイクロ波利用流通反応器にお

ける高速高精度温度測定法の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラムフィージビリティスタデ

ィステージ探索タイプ「飽和炭化水素とアルコールを用

いたプロピレン製造技術の開発」 
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独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラムフィージビリティスタデ

ィステージ探索タイプ「不揮発性溶剤を用いる吸収式

VOC 除去・回収技術の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 復興促進プログラム

（A-STEP）シーズ顕在化タイプ「水素と酸素から過酸

化水素を安全に連続合成するプロセスの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（先端的低炭素化技術開発 ALCA）「反応性イオン

液体の CO2吸収機構解明」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 復興促進プログラム

（マッチング促進）可能性試験「マイクロ波による機能

性粒子表面修飾技術の検討とそれを用いた機能性コンポ

ジットの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラムフィージビリティスタデ

ィステージ探索タイプ「高圧二酸化炭素を用いた厚膜塗

工プロセスの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 復興促進プログラム

（A-STEP）シーズ顕在化タイプ「粘土を含む保護層を

付与した高耐久性漆器の開発」 

 

公益法人みやぎ産業振興機構 平成24年度戦略的基盤技

術高度化支援事業（継続事業）「不燃透明複合材とそれ

を用いた照明カバーの製造技術の開発」 

 

文部科学省 科学技術総合推進費補助金「国際共同研究

の推進 水と二酸化炭素を利用するサステイナブル触媒

反応システム開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「規則性2次元ナノポー

ラス材料を用いた揮発性芳香族化合物ガスセンサ用検知

膜の創製」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「アルキルフェノール類

の立体選択的水素化法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「一細胞ゲノム解析へ向

けた高性能 DNA 増幅マイクロチップの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「ソルボサーマル合成に

よる新規アルミノシリケートの創出・制御と触媒応用に

関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「リサイクルプロセス構

築のための高温水中でのモノマー類の熱安定性評価と基

礎物性測定」 

 

公益法人 池谷科学技術振興財団「セルロースから化学

品のワンステップ合成を実現する担持金属触媒の創製」 

 

公益法人 池谷科学技術振興財団「イオン液体と高分子

が自律形成するミクロ構造を活かしたガス分離膜の開

発」 

 

財団法人能村膜構造技術振興財団「炭素繊維及び粘土鉱

物を用いた建築用コンポジット膜の創製」 

 

発 表：誌上発表83件、口頭発表150件、その他19件 

--------------------------------------------------------------------------- 
コンパクトシステムエンジニアリングチーム 

（Compact System Engineering Team） 
研究チーム長：鈴木 明 

（東北センター） 

概 要： 

 コンパクトシステムエンジニアリングチームは、特

殊反応場（超臨界流体、高温高圧流体、イオン液体

等）を利用した低環境負荷、シンプル、コンパクトで

高効率、高選択的な物質合成技術を開発するとともに、

高圧マイクロデバイス技術の開発や、熱や流体の高度

な数値解析技術をベースとして、分散適量生産が可能

なコンパクト化学プロセスを工業化技術として確立す

ることを目的としている。また、本チームは産総研に

おける関連分野のエンジニアリング拠点として機能す

ることを目指している。 

 マイクロ反応場と高温高圧水との協奏により、有機

溶媒を用いない C-C カップリング等各種の有機合成

プロセスや粒径が高度に制御された金属酸化物ナノ粒

子合成プロセス等の研究・開発を行っている。また、

超臨界二酸化炭素を反応媒体とした酸素酸化や、金属

ナノ粒子担持メソポーラスシリカ触媒による還元プロ

セス、ポリマーナノ粒子の製造技術についての開発、

二酸化炭素を用いた粘度低減・霧化技術による革新的

な塗装プロセスや最先端ものづくり技術の開発、また

高圧二酸化炭素を利用した樹脂加工技術の開発を行っ

ている。さらに、イオン液体を用いたガス分離・精製

プロセスの開発とその特性評価及びイオン液体の新規

分野の開拓を実施している。 

研究テーマ：高温高圧エンジニアリング技術の開発、

水・CO2を媒体とした脱有機溶媒型製造プ

ロセスの開発、イオン液体を用いたガス分

離・精製プロセスやガス空調システムの開

発 
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触媒反応チーム 

（Catalysis Team） 
研究チーム長：白井 誠之 

（東北センター） 

概 要： 

 触媒反応チームでは、高温高圧場、パラジウム膜、

そしてマイクロ波等を利用することで、有害な化学物

質の使用を極力抑え、有害廃棄物の排出を最小化し、

かつ省エネルギー型の有用化学物質合成法の確立を目

指し、固体触媒表面上での反応挙動をその場観察する

基礎的研究から、新規な触媒や反応器の開発、そして

化学プロセス開発といった製品化研究まで行っている。 

 具体的には、1)超臨界二酸化炭素溶媒と固体触媒を

利用する多相系システムにより、医農薬中間体や化成

品原料の合成反応について検討を行っている。このシ

ステムでは、これまでの液相系や有機溶媒利用プロセ

スに対して、反応の高速化とそれに伴う反応温度の低

下、装置のコンパクト化、生成物分離工程簡略化、触

媒寿命向上等の特長を有する。2)高温水を用いる化成

品原料製造システムでは、種々のバイオマスや廃棄物

からの化成品原料回収やガス化技術、さらに、プラス

チック等高分子のケミカルリサイクル研究を実施した。

3)パラジウム膜利用反応システムでは、パラジウムの

有する金属触媒能と水素透過能を利用し、還元的水酸

基導入反応や水素分離供給装置の開発と利用を検討し

ている。4)マイクロ波利用研究では、マイクロ波によ

る均一加熱方式により短時間かつ精密な温度制御を可

能とする反応場構築を目指し、研究開発を実施してい

る。以上の研究を中心に、その場観察する基礎的研究

から、高機能触媒開発や新たな反応系の開拓を行い、

触媒反応プロセスの実用化を目指している。また、水

素を選択的に透過するパラジウム膜を利用した還元的

水酸基導入反応や水素分離供給装置の開発と利用、マ

イクロ波を利用した新規の触媒反応系の開拓とその装

置化研究も実施した。 

研究テーマ：超臨界二酸化炭素を利用する固体触媒反応、

高温水を利用する触媒反応、パラジウムメ

ンブレンリアクター、マイクロ波を利用す

る各種反応器開発 

 

ナノポーラス材料チーム 

（Nano-porous Material Team） 
研究チーム長：花岡 隆昌 

（東北センター） 

概 要： 

 ナノポーラス材料チームでは、「低環境負荷型化学

品製造のためのミニ・マイクロプラントの提示」に必

要な、高度の分子認識能、触媒機能、分離機能等を持

つ新規材料の開発と解析、膜化等の部材化、モジュー

ル化の技術開発を行ってきた。特に、ナノメートルサ

イズの空間や規則構造を持つ材料の創製、元素の特性

を生かした機能化、様々な分子の特性を生かした複合

化により目標達成を目指している。 

 材料創成では、ゼオライト、メソポーラス物質、層

状化合物、粘土等を利用した、幅広い多孔質材料を主

な対象とし、ミクロ・ナノ構造や材料物性の解明、新

材料設計と合成法の開発とともに、機能性有機分子、

酵素等の生体関連物質との複合材料開発、結晶成長の

制御等を利用した高性能なナノ空間材料の開発を目指

している。また、材料利用では、膜部材化による気

相・液相での選択的分離精製、環境浄化・殺菌、高性

能触媒等への応用とプロセス開発を他の研究チームと

共同で進めている。 

研究テーマ：多孔質無機材料の開発、ミクロ・ナノ構造

や材料物性の解明技術の開発、高度複合化

機能性材料の開発、機能化多孔質材料の部

材化と応用分野開拓 

 

先進機能材料チーム 

（Advanced Functional Materials Team） 
研究チーム長：蛯名 武雄 

（東北センター） 

概 要： 

 先進機能材料チームでは、様々な素材から機能性材

料を効率的に作製する材料プロセス技術並びに材料機

能の応用開発に取り組んでいる。 

 具体的には、超臨界水を利用した酸化物ナノ結晶の

合成（高速晶析反応）、水熱プロセスによる無機材料

の合成、層状粘土鉱物の水への分散と積層化による粘

土膜の作製及びその応用を、プロセス技術開発並びに

新材料開発のターゲットとしている。 

 環境負荷の小さい材料製造プロセスを実現するため、

媒体として“水”の利用を積極的に行っている。また、

原料の選択においても天然鉱物資源、バイオマス等の

低環境負荷資源の利用を重視している。 

 材料機能の応用例として、1)ナノ粒子合成を基礎と

する蛍光体や導電性ペーストの開発、2)高選択性イオ

ン分離材の合成、3)粘土素材を利用したシート材製造

及び太陽電池部材への応用、4)無機有機複合構造を有

する機能化膜、等がある。 

 材料の作製プロセスの要素技術を押さえ、技術移転

の基礎を固める。他チームや外部との連携により、膜、

触媒、等への応用展開のシナリオの明確化に取り組ん

だ。特に、低炭素社会の実現に寄与する用途等への展

開に取り組んでいる。また、東北地域の企業との連携

に基づく産業振興に努めた。 

研究テーマ：ナノ粒子合成を基礎とする機能材料の開発、

高選択イオン分離、機能性粘土膜の開発と

実用展開に関する研究 
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無機生体機能集積チーム 

（Bio-Inorganic Materials Property Integration 
  Team） 
研究チーム長：角田 達朗 

（東北センター） 

概 要： 

 無機生体機能集積チームでは、環境負荷が低く効率

的な化学プロセスを実現するため、生体高分子材料、

特に、酵素の特性・機能を積極的に利用するため、無

機多孔質材料との複合化を中心に関連技術の開発を行

っている。 

1) 生体高分子と無機材料との複合化による新規機能

発現とその利用 

 タンパク質等の生体高分子と無機多孔質体をはじ

めとする無機材料との組み合わせにより、酵素の高

度利用、酵素リアクターの開発、酵素機能を利用し

たセンサー等のデバイス開発、及びエネルギー変換

技術の開発等、新規機能発現とその利用を積極的に

展開している。 

2) 機能融合材料設計技術の開発に関する研究 

 無機多孔質材料と生体高分子の機能集積による新

機能発現と化学システムへの展開を目指す上で重要

となる多孔質材料について、目的に応じたマイクロ

及びメソポーラス材料を設計・合成・評価し、さら

には各種表面処理等を行うことで、分離膜部材、生

体分子等の固定化材料、マイクロリアクター部材等

として利用するための技術開発を実施する。研究ユ

ニット内外との連携により、新機能創出とその利用

についての研究を材料開発面から支える部材開発を

行っている。 

3) タンパク質のリフォールディング技術の確立 

 大腸菌発現系等により産生されたタンパク質にお

いて、しばしば問題となる封入体形成を解決するた

め、タンパク質の可溶化、機能回復法として有効な

ゼオライトを用いた手法の技術的確立、技術の質的

向上、最適化、適用例の蓄積を目指している。 

研究テーマ：生体高分子と無機材料との複合化による新

規機能発現とその利用、機能融合材料設計

技術の開発、タンパク質のリフォールディ

ング技術の確立酵素利用反応プロセスの開

発 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高温高圧マイクロ化学システムエンジ 

ニアリング技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、鈴木 明、米谷 道夫、 

川波 肇、相澤 崇史、増田 善雄、 

川﨑 慎一朗、石坂 孝之、永翁 龍一、

畑田 清隆、鈴木 敏重、横山 敏郎、

Chatterjee Maya、大川原 竜人、 

小川 佳代子、石田 憲士、櫻井 優子、 

Javaid Rahat、八重嶋 早枝子、 

中村 愛、高橋 賢、中新田 弘幸 

（常勤職員9名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 高圧二酸化炭素を利用し、スプレー塗装における

VOC 排出を大幅に抑制する技術を開発してきた。本技

術（CAT：CO2 Atomizing Technology）は、薄膜コー

ティングや微粒子製造等の高粘性の有機物を扱うモノづ

くり工程に広く応用が可能である。また、二酸化炭素を

有機溶媒代替として環境負荷の低減とプロセスの高効率

化を提案するものであり、様々な噴霧試験に対応できる

よう基盤的利用施設の整備を進めた結果、多数の民間企

業との共同研究の加速的な実施につながった。 

 さらに、高温高圧水とマイクロリアクター技術を融合

した新規な化学プロセスに対応できる装置を開発した。

この反応装置により、様々な有機合成反応が水を媒体と

して実現でき、同時に従来に比べ装置の大幅な小型化と

省エネ化が達成されることを示し、多くの共同研究につ

ながった。また、燃料電池触媒等に応用する金属微粒子

の高速高効率な連続合成技術を開発してきた。例えば、

多段マイクロ合成技術を駆使した金、白金等のコア・シ

ェル金属微粒子、ポリマー（ポリイミド）微粒子への応

用に発展させ、新しい材料の製造方法として提案した。

また、高圧二酸化炭素を利用したプラスチックの加工技

術について、公設研との連携により取り組み、基盤的な

可能性を実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高温高圧、マイクロリアクター、マイク

ロデバイス、超臨界水、超臨界二酸化炭

素、脱有機溶媒、流体特性、反応場観測、

反応場制御、有機合成 

 

［テーマ題目２］無機材料プロセス技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、角田 達朗、蛯名 武雄、

林 拓道、和久井 喜人、中村 考志、

清住 嘉道、長瀬 多加子、石井 亮、

池田 拓史、長谷川 泰久、 

Shanmugam Venkatachalam、 

鈴木 麻実、冨樫 晢、庄司 絵梨子、

岩田 伸一、志村 瑞己、夏井 真由美、

阿部 千枝、外門 恵美子 

（常勤職員11名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 化学プロセスのグリーン化やシンプル化技術の開発で

は、無機多孔質材料や無機層状物質は大きな役割を果た

してきた。特に、触媒や環境浄化材料、吸着・分離材料
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等として用いられ、また、高温や有機薬品等に暴露され

る部位の材料として使用されている。 

 粘土を主成分とする新しい膜材料「クレースト」は、

高いガスバリア性や耐熱性、不燃性を持つため、次世代

シート材としての利用が期待される。これまでに用途と

しての展開として、ⅰ）透明耐熱材の開発、ⅱ）クレー

ストのガスバリア層を含む燃料電池車用水素タンクの作

製、ⅲ）薄膜太陽電池等次世代電子デバイスに使用可能

な超水蒸気バリア膜に展開してきた。さらに、原料粘土

の低コスト生産方法を検討した。また、ユーザー企業と

の連携を目指した体制（Clayteam コンソーシアム）に

よる技術移転を促進している。 

 ナノメートルサイズの空間や、規則構造を持つ無機材

料の合成、構成元素の特性を生かした機能化、様々な分

子の特性を生かした複合化により高度の分子認識触媒機

能、分離機能等を付与した材料の利用では、膜部材化に

よる気相・液相での選択的分離精製、環境浄化・殺菌、

高性能触媒への応用を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］粘土膜、高温シール材、ガスバリア、水

素タンク、粘土膜、耐熱性、難燃性、ゼ

オライト、水熱合成、パラジウム膜、ゼ

オライト膜、メンブレンリアクター、膜

反応、分離機能、膜透過機能、層状珪酸

塩、構造解析 

 

［テーマ題目３］融合的反応場技術の開発 

［研究代表者］花岡 隆昌（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］花岡 隆昌、金久保 光央、牧野 貴至、

白井 誠之、佐藤 修、三村 直樹、 

佐藤 剛一、西岡 将輝、日吉 範人、

山口 有朋、角田 達朗、伊藤 徹二、

松浦 俊一、南條 弘、新妻 依利子、

小国 敦博、Nadgeri Jayprakash、 

宮川 正人、佐藤 恭子、村上 由香、

上田 昭子、外門 恵美子、 

千葉 真奈美、及川 裕美、丹野 美香、

竹下 香織（常勤職員14名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

 産業競争力強化のためには、技術の融合による次世代

型反応プロセスの開発が必要であり、それにより大きな

環境負荷低減が実現する。このため、高温高圧技術やそ

れによる特殊環境、新材料との融合による複合型反応場

を利用した反応システムを開発してきた。 

 具体的には、水・二酸化炭素媒体、高温高圧場と触媒

の最適融合による新規な反応システムの開発や、小型マ

イクロ波装置・膜型反応器と触媒反応との融合による新

規反応場の開発と利用技術の研究を行った。特に、再生

可能原料としてのバイオマスを原料とした変換反応にお

いて、高温水反応の適用の有効性を実証することができ

た。また、無機材料と生体高分子並びにプロセス技術と

を融合したバイオ触媒技術に取り組んだ。例えば、酵素

等の生体高分子を無機多孔質材料のナノ空間に固定する

ことにより、酵素の立体構造、熱的、機械的な安定性を

飛躍的に向上させ、酵素の高い特異性を高度に利用して

きた。また、不揮発・難燃性のイオン液体を特徴的な反

応場としたガス吸収再生システムの開発を進め、低環境

負荷型のプロセスの提案を行い、プロジェクトの中心技

術として研究開発を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］無機－バイオ複合、タンパク質リフォー

ルディング、固定化酵素、酵素センサー、

イオン性流体、二酸化炭素分離、マイク

ロ波、マイクロ波反応場、ナノ粒子、固

体触媒 

 

⑥【先進パワーエレクトロニクス研究センター】 
（Advanced Power Electronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～2018.3.31） 
 
研究センター長：奥村 元 
副研究センター長：山口 浩 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：22名（22名） 
経 費：2,107,350千円（786,716千円） 
 
 
概 要： 
 21世紀社会におけるエネルギー流、情報流、物流に

おける電力エネルギーの重要性は今後ますます増大し

ていく。電力エネルギーの有効利用は、省エネルギー、

新産業創出によるトリレンマ解決のキーである。旧エ

ネルギー半導体エレクトロニクス研究ラボの成果を引

き継いで設立された研究ユニットである当研究センタ

ーは、エネルギーの最も合理的な利用形態である電力

エネルギーにおける省エネルギー技術および新エネル

ギーの大量導入のための高効率電力変換技術等、大容

量から小容量までの電力エネルギー制御・有効利用の

ための半導体エレクトロニクス（デバイス／機器応

用）の実証と確立を目指す。 
特に、過負荷耐性などの極限仕様への対応が期待さ

れる SiC や GaN などのワイドギャップ半導体デバイ

ス／システムの電力エネルギー制御への活用を中心課

題に据えるとともに、それらによるパワーエレクトロ

ニクス技術の革新、大／中／小の各容量における電力

エネルギーのネットワーク化運用・制御の実現を念頭

に、エネルギーエレクトロニクス領域への展開を図る。

その目標の達成のために、ウェハプロセス、SiC パワ
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ーデバイス、SiC デバイスプロセス、SiC デバイス設

計、GaN パワーデバイス、パワー回路集積チームの6

つの研究チームを組織し、有機的な協同体制で上記の

新規半導体のデバイス化には不可欠な「結晶－デバイ

スプロセス－デバイス実証－パワーモジュール化－機

器応用」の各段階の技術に関する一環本格研究を強力

に推進する。 
 本年度の研究内容としては、独立行政法人日本学術

振興会 最先端研究開発支援プログラム「低炭素社会

創成に向けた炭化珪素（SiC）革新パワーエレクトロ

ニクスの研究開発」（平成22～25年度）における研究

拠点としての活動や SiC 電力変換器実証に関する企

業との大型共同研究を中心に進めた。また、当研究セ

ンターはこれらの複数の大型プロジェクトを実施する

ため、企業研究者を特定集中研究専門員として積極的

に受入れるなど、各種企業と密接な連携のもとに研究

開発を遂行するなど、常勤研究員だけでなく、共同研

究研究員、併任研究員、ポスドク、補助員等の非常勤

職員、各種フェロー、連携大学院生を積極的に活用し

て研究活動を行い、総勢100名超の組織となっている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
交付金 TPEC 活用パワーエレクトロニクス研究 
 
外部資金： 
独立行政法人日本学術振興会 最先端研究開発支援プロ

グラム「低炭素社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革新

パワーエレクトロニクスの研究開発」 
 
発 表：誌上発表47件、口頭発表102件、その他9件 
--------------------------------------------------------------------------- 
ウェハプロセスチーム 

（Wafer Process Team） 
研究チーム長：松畑 洋文 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 ウエハプロセスチームは、4H-SiC を材料とする低

エネルギー損失電力素子の開発に必要なウェハの作製

技術、切断加工技術、エピ膜成長技術などのウエハプ

ロセス技術の開発とそれらの評価に関する研究開発を

行っている。 

 ウエハの低抵抗化を目的にした昇華法による高ドー

プ SiC 単結晶成長基礎技術の開発では、比抵抗が

10mΩcm を切る高品質低抵抗 N 型4H-SiC バルク単

結晶作製法を開発した。また、平行して進めている

SiC 溶液からの単結晶成長技術の開発では、溶液成長

の安定成長条件を探索することにより、安定的に直径

2インチ、厚さ10mm のバルク単結晶を成長させる条

件を見出した。作製した4H-SiC 単結晶をウエハの形

状に加工するウエハ加工技術の開発では、大口径単結

晶インゴットの切断時の反り値極小化や、ダイヤモン

ド砥材を使わない新しいアシスト加工技術の開発を行

い、切断加工精度の向上と加工プロセスの簡素化を進

めた。 

 また、トレンチ MOSFET デバイスを作製するうえ

で重要な技術となるトレンチ埋戻しエピタキシー技術

の開発では、トレンチの底の形状とエピ膜中のドーパ

ントの濃度分布との間に関係があることを見出した。

具体的には、トレンチの底がラウンドしているとドー

パント濃度の分布に不均一性が発生しにくくなり、一

方で、サブトレンチが存在するとサブトレンチから濃

度の異なる層が成長することが判った。これらの新し

い知見はトレンチ MOS 構造の作製の高精度化に寄与

している。 

 さらに、エピ膜の高品質化および大口径化を目的と

して、オフ角1度以下の Si 面エピタキシャル膜成長技

術の開発を行い、三角欠陥密度が1.5cm-2以下の3イン

チウエハの成膜に成功した。 

 高耐圧用デバイスの IGBT 用多層エピウェハの作

製技術の開発では、IGBT 用自立エピウエハの作製工

程を確立し、全体厚みとして251µm の自立エピウエ

ハの作製に成功し、このエピ膜はデバイス作製プロセ

スに耐えうることを確認した。また、ウエハを8度か

ら4度オフに変更し、PN 界面におけるステップバン

チングを抑制、並びにメモリー効果の低減を行いなが

らウエハのそりが低減できることを確認した。これら

の技術は高耐圧用デバイスの IGBT 作製技術の開発

を前進させることに寄与している。 

 評価技術では、エピ膜成長前にはウエハの表面の光

学顕微鏡観察では観察されないがエピ膜成長を行うと

傷状の跡が表面に現れるいわゆる潜傷と言われている

現象の原因を、X 線トポグラフと透過型電子顕微鏡を

用いて明確にすることができた。 

 さらに、エピ膜成長中に出現する三角欠陥の生成原

因の一部を明らかにすることができた。これらの知見

は高品質のエピ膜成長を行う技術の開発に寄与すると

考えられる。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC パワーデバイスチーム 
（SiC Power Device Team） 
研究チーム長：田中 保宣 

（つくば中央第2） 
概 要： 

当チームでは、本格的実用化へ向けた大面積 SiC
パワーデバイスの開発・応用展開を企業・大学との

共同研究を通じて進めると共に、次世代高耐圧（3-

5kV）、及び超高耐圧（>10kV）SiC パワーデバイス

の開発を最終目標とした国家プロジェクトを通じて、

先進的な SiC パワーデバイスの開発推進を目標とし
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ている。また、先進的なプロセス技術の開発にも積

極的に挑戦し、SiC パワーデバイスの更なる高性能化

を模索している。 
 今年度は、ドリフト層抵抗の低減が期待される SJ
（Super Junction）構造をマルチエピタキシャル法

により実現し、SiC において SJ 構造の優位性を実証

することに成功した。また、13kV 以上の耐電圧を有

する SiC-PiN ダイオードを実現するための最適化設

計を行うと共に、8mm 角のチップで13kV 以上の耐

圧を実証した。更には、SiC-BGSIT を活用した直流

給電システムや自動車応用研究の実証研究を企業・大

学との共同研究を通じて推進した。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC デバイスプロセスチーム 

（SiC Device Process Team） 
研究チーム長：宮島 將昭 

（つくば西） 

概 要： 
 当チームでは、SiC デバイスの製造プロセスにおけ

る設計にかかる研究開発を進め、それらの量産化試作

実証を行なうことを目的とする。そのため、産総研の

西事業所5D 棟に SiC 専用のクリーンルームを構築後、

プロセス装置の導入、立上げ、および条件出しを行な

う。さらに、SiC パワーデバイス（SBD、MOSFET
など）のプロセス要素技術、デバイストータルの製造

技術の開発及び量産試作を行うことにより SiC パワ

ーデバイスのプロセス技術を実用化レベルで開発する。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
SiC デバイス設計チーム 
（SiC Device Design Team） 
研究チーム長：大西 泰彦  

（つくば西） 

概 要： 

 当チームでは、市場より要求される低損失、高信頼

性 SiC パワーデバイスの設計にかかる研究開発を進

め、それらの量産化試作実証を行なうことを目的とす

る。そのため、産総研の西事業所5D 棟の SiC 専用の

クリーンルームを活用し、長期信頼性での特性変動を

抑制したデバイス構造の創出、高歩留りを達成するプ

ロセス条件の抽出を行なう。さらに、SiC パワーデバ

イス（SBD、MOSFET など）のプロセス要素技術開

発、デバイストータルの製造技術開発及び量産試作に

より SiC パワーデバイスのプロセス技術を実用化レ

ベルで開発する。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
超高耐圧デバイスチーム 
（Ultra High-Voltage Device Team） 

研究チーム長：米澤 喜幸 

（つくば西） 
概 要： 

当チームでは、スマートグリッドや直流送電シス

テムのパワーエレクトロニクス機器応用を目指した、

10kV 以上の超高耐圧 SiC デバイスに関する研究開発

を、酸化膜基礎等の要素技術開発を含めて行ってい

る。これまでに、10kV 以上の耐圧を持つ p チャネル

IGBT、PiN ダイオードの原理試作を行い、これを原

理検証した。 

本年度はこれらの高性能化、大電流化を目指すと

ともに、n チャネル IGBT、PiN ダイオードに関して、

量産試作ラインを用いた試作を行い、大面積、大電

流の超高耐圧デバイスの研究開発を行う。また n-チ
ャネル IGBT に必要な技術として、エピウエハに関

しては、ウェハプロセスチーム、設計、試作プロセ

スに関しては、SiC デバイス設計チーム、SiC デバイ

スプロセスチームの協力を得て、総合力を高めつつ、

原理試作検証に取り組み、低炭素社会に必要なパワ

ーエレクトロニクスに貢献する。 
研究テーマ：テーマ題目２ 

 
GaN パワーデバイスチーム 
（GaN Power Device Team） 
研究チーム長：清水 三聡 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 結晶成長技術開発、デバイス設計・プロセス開発、

回路設計技術を通して窒化物半導体を用いた低損失電

力素子の実用化を図ることを目的とする。低価格を可

能とするシリコン基板上の MOCVD 結晶成長技術を

確立する。また、高速・低損失動作を可能とする

AlGaN/GaN ヘテロ構造素子の設計・プロセス技術の

開発を行う。また、実証研究として窒化物半導体パワ

ースイッチング素子を用いた回路設計技術の確立を行

う。 
研究テーマ：テーマ題目 

 
パワー回路集積チーム 

（Power Circuit Integration Team） 
研究チーム長：佐藤 弘 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 SiC や GaN といった高性能かつ超低損失のパワー

デバイスの特長を活かした高機能・小型・低消費電力

の電力変換装置を実用化するための基盤技術の研究開

発を目的とする。平成23年度は、高温はんだの信頼性

向上を図るとともに、接合部の活性化エネルギーを見

積り、これをうけ平成24年度は、これより寿命予測を

試みた。また、高信頼モジュール作製技術を目指して、
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はんだに代えて、焼結接合材料のプロセス技術開発を

行った。回路技術では、ワイドギャップ半導体の高速

性を生かした回路設計のため、サージ電圧に対するス

イッチング速度・寄生インダクタンスの関係を明らか

にした。 

研究テーマ：テーマ題目 

 
パワーエレクトロニクス応用チーム 

（Advanced Power Electronics Research Center 
  Power Electronics Application Team） 

研究チーム長：福田 憲司 

（つくば西） 
概 要： 

 SiC に代表されるワイドギャップ半導体パワーデバ

イスは、高耐圧、低損失、高速動作、高温動作、高過

負荷耐性などの面で従来の Si パワーデバイスを凌ぎ、

その導入がパワーエレクトロニクス技術に変革をもた

らすことが期待されている。その実現には、材料から

デバイス、機器応用にわたる統合的な研究開発が不可

欠である。当チームは、既存チームと密接に連携して、

ワイドギャップ半導体パワーデバイスを有効活用する

応用機器を開発することを目標に、本年12月に設立さ

れた。自動車等の大量導入が期待される民生用途から、

宇宙の根源を探る高エネルギー加速器電源のような特

殊用途にいたる、幅広い電力変換分野における応用の

開拓を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］TPEC 活用パワーエレクトロニクス研

究 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、原田 信介、 

岡本 光央、岩室 憲幸、辻 崇、 

後藤 雅秀、俵 武志、坂井 隆夫 

（常勤職員5名、他24名） 
［研 究 内 容］ 

 地球温暖化抑制のために二酸化炭素排出量削減が叫ば

れる中、電力損失の削減（省エネルギー化）に重要な技

術として、SiC による超低損失デバイスを用いた高効率

電力変換器（インバータ）の実現がパワーエレクトロニ

クス産業界から期待されている。そのために、これまで、 

富士電機アドバンストテクノロジー株式会社、アルバッ

ク株式会社と連携して大容量 SiC デバイスの実用レベ

ルでの量産技術の共同研究を行った。H24年度は、さら

に、住友電気工業株式会社、トヨタ自動車株式会社等16

社、京都大学等5大学が参加する TPEC（Tsukuba 
Power Electronics Constellations）が開始した。本プ

ロジェクトでは、デバイス開発だけでなく、実装技術の

開発も行う。H24年度は、耐圧1200V の IE-MOSFET

の応用側への供給を開始した。また、実装技術開発用の

設備の導入と立ち上げを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］SiC、低損失デバイス、MOSFET、 

SBD、パワー半導体、量産技術 
 
［テーマ題目２］最先端研究開発支援プログラム／低炭

素社会創成に向けた炭化珪素（SiC）革

新パワーエレクトロニクスの研究開発 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、米澤 喜幸、 

児島 一聡、田中 保宣、松畑 洋文、

石田 夕起、高塚 章夫、八尾 勉、 

田中 保宣、中川 博 

（常勤職員12名、他47名） 
［研 究 内 容］ 
 SiC（シリコンカーバイド）は Si（シリコン）に比べ

て、小型・低損失で、冷却が簡略化できるなど、パワー

デバイスとして著しく優れた性質を有しているので、低

炭素社会創生に向けた革新的なキーデバイスとしてその

将来が大いに期待されている。特に、太陽光発電、風力

発電、コジェネレーション等の分散電源が接続されたエ

ネルギーネットワーク（スマートグリッド）において、

電力の安定供給を行うために用いる電力変換器には、耐

圧13kV 以上ので電子デバイスが必要であるが、Si を用

いたデバイスでは、耐圧13kV 以上は実現していない。

スマートグリッドの構築のためには、超高耐圧デバイス

の早急な開発が不可欠である。SiC は、Si よりも絶縁

破壊電界が約1桁高いので超高耐圧のデバイスに適して

おり注目されている。SiC-MOSFET に代表されるユニ

ポーラデバイスの研究は、各国で進んでいるが SiC を

使ったといえども素子耐電圧が5～6kV 位までが低損失

実現のための限界であり、それ以上の素子耐電圧の領域

では、SiC バイポーラデバイスの実現が強く望まれてい

る。 

 本テーマでは、スマートグリッドに代表される社会イ

ンフラ系を通じて低炭素社会の実現に寄与する13kV の

PiN ダイオードと IGBT の開発を行う。H24年度は、

8mm□チップで PiN ダイオードの試作を行い、13kV
の耐圧と順方向の電流が50A まで流れることを確認した。

また、動特性試験装置で逆回復特性の観測に成功した。

また、P チャネル IGBT の2A 級素子の試作と n チャネ

ル IGBT のセル構造、耐圧構造、プロセスの開発を行

った。高品質エピウェハの活用と独自のデバイス構造を

適用することで、3A までの通電動作と14.6kV の高耐

圧を得ることに成功し、今年度の目標を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］SiC（シリコンカーバイド）、2A 級素子、 

PiN ダイオード 
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⑦【太陽光発電工学研究センター】 
（Research Center for Photovoltaic Technologies） 

（存続期間：2011.4.1～2019.3.31） 

 

研究センター長：仁木 栄 

副研究センター長：松原 浩司 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、九州センター 

人 員：37名（37名） 

経 費：2,777,033千円（1,333,091千円） 

 

概 要： 

 21世紀は環境の時代と言われているが、人類の持続

的発展のためには環境に配慮したエネルギーの確保が

最重要課題であり、そのために自然エネルギー、とり

わけ太陽光発電への期待が世界的に高まりつつある。

このような背景の中、2011年に前身の太陽光発電研究

センター（2004-2010年）を発展的に解消し、産総研

が太陽光発電研究に対して戦略的に取り組む拠点とし

て新たに太陽光発電工学研究センターが設立された。 

 産総研の第3期ミッションである“21世紀型課題の

解決のためのグリーンイノベーションの推進”を支え

る中核ユニットとして、エネルギー供給の安全保障と

低炭素化、経済発展、国内雇用創出を同時に実現する

ために、太陽光発電に関連する技術分野に体系的かつ

包括的に取り組み太陽光発電の技術及び普及の持続的

発展に貢献することをミッションとする。  

そのために、 

1) 民間企業とのコンソーシアム等を通したデバイス、

システムの技術開発、 

2) 産業基盤となる一次基準セル校正、デバイス、シ

ステムの中立評価、 

3) 長期的視点からの革新的基礎技術の開発、 

を3つの柱として推進する。 

さらに技術開発と並行して、 

4) 健全な技術競争を醸成するために、ユーザ視点に

立った国際標準の確立への貢献、 

5) 研究開発成果を広く普及させ、地域センターと連

携した地域経済活性への貢献、 

に注力する。  

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

文部科学省 受託研究（機関補助）「国際共同研究の推

進 タイにおける低炭素排出型エネルギー技術戦略シナ

リオ研究」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 受託研究「最先

端研究開発支援プログラム／低炭素社会実現に資する有

機系太陽電池の開発／超高効率色素増感太陽電池を目指

した新規増感色素の探索／有機薄膜太陽電池の劣化機構

の解明」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 受託研究「新エ

ネルギー技術研究開発／革新的太陽光発電技術研究開発

（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）／高度秩序構

造を有する薄膜多接合太陽電池の研究開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 受託研究「太陽

エネルギー技術研究開発／革新的太陽光発電技術研究開

発（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業）／高効率集

光型太陽電池セル、モジュール及びシステムの開発（日

EU 共同開発） 集光型太陽電池セル、モジュールの標

準測定技術の開発（WP4）」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 受託研究「太陽

エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次世代高

性能技術の開発／発電量評価技術等の開発・信頼性及び

寿命評価技術の開発」 

 

科学技術振興機構 受託研究「励起子サイエンス」 

 

科学技術振興機構 受託研究「交互分子積層により結晶

性を制御した高性能太陽電池の研究開発」 

 

科学技術振興機構 受託研究「CZTS 系薄膜太陽電池の

欠陥・界面・粒界の評価および高性能化技術の開発」 

 

科学技術振興機構 受託研究「ヘテロエピタキシーを基

盤とした高効率単結晶有機太陽電池」 

 

科学技術振興機構 受託研究「色素増感型太陽電池

（DSC）における太陽光吸収効率と電荷移動効率の向

上」 

 

宇宙航空研究開発機構 受託研究「剥離型フレキシブル

用 CIGS 太陽電池の検討」 

 

東京大学生産技術研究所 受託研究「太陽光発電システ

ムにおける信頼性向上のための遠隔故障診断に関する技

術開発」 

 

発 表：誌上発表141件、口頭発表185件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 
実用化加速チーム 

（Innovative Technology Transfer Team） 
研究チーム長：坂田 功 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 結晶シリコン太陽電池では、変換効率向上を目指し

た新構造セルの検討・試作を実施する。また、企業と
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の共同研究も含めて要素技術の高度化を図る。 

年度進歩： 

 民間メーカー、大学との共同研究で、スクリーン印

刷可能なポリイミドを裏面絶縁膜に用いた新型構造セ

ルの検討を実施した。このセルにおける裏面電極とし

て、ポリイミドの耐熱性を考慮し低温で形成可能なめ

っき法でしたニッケル／銅が適していることを見出し

た。ポリイミドの表面処理条件を検討し、シリコンと 

ポリイミドの両方にニッケル／銅電極を形成すること

に成功した。セル試作を行い、変換効率15.2%を実現

し、提案した手法の有効性を確認した。 

薄型結晶シリコン太陽電池をテーマに、民間企業と

のコンソーシアム形式の共同研究を開始した。実施予

定期間は2012年度～2014年度である。開発内容はウエ

ハスライス、セル、モジュールで、セル関係のテーマ

で初期的な成果を得た。 

 

先端材料プロセス・低コスト化チーム 

（Advanced Low Cost Processing Team） 
研究チーム長：吉田 郵司 

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 

 太陽電池の低コスト化を実現するための技術開発と

して、省資源性に優れ大面積製造も可能な薄膜シリコ

ン系太陽電池、有機系太陽電池（有機薄膜太陽電池、

色素増感太陽電池）の研究開発を行っている。 

 薄膜シリコン太陽電池では、アモルファスシリコン

（トップセル）と微結晶シリコン（ボトムセル）を組

み合わせたタンデム構造が一般的に用いられているが、

アモルファスシリコンの光劣化の問題、微結晶シリコ

ンでの赤外光の吸収が少ないことが課題となっている。

そこで、アモルファスシリコンの光劣化の抑制法や赤

外感度に優れたボトムセル新材料の開発により、より

高効率な多接合型太陽電池を開発している。また、薄

膜のシリコン発電層での光吸収を最大化するために、

効果的な光閉じ込め効果をもたらす新規テクスチャ構

造の開発や、発電層以外での吸収損失を抑制するため

の高透明性ドープ層・バッファ層・透明電極の開発を

進めている。更に、その場計測法を用いて薄膜シリコ

ンの成長プロセスを解明し、高品質な薄膜シリコンを

高スループットで作製するプロセス技術の開発にも取

り組んでいる。 

 有機薄膜太陽電池では、高効率化に向けてバルクヘ

テロ接合の構造解析および最適化技術、多接合化技術、

光閉じ込め技術の開発を行っている。また、劣化機構

を解明し、材料・プロセスを制御することで高耐久化

を目指している。更に、印刷プロセスによるモジュー

ル化技術の開発も行っている。色素増感太陽電池では、

増感色素として酸化チタンへの吸着力を考慮した有機

色素の開発と効率的な合成法の開発を行っている。デ

バイス要素技術では、有機色素との組み合わせで高効

率化できる、電極材料、ヨウ素レドックス代替材料の

探索を行い、高効率太陽電池セルの作製技術を確立す

る。 

年度進歩： 

（薄膜シリコン系太陽電池） 

 光劣化の少ないアモルファスシリコンの製膜技術と

して独自に開発したトライオードプラズマ CVD 法

（三極放電）を用い、アモルファスシリコン／微結晶

シリコンタンデム型太陽電池のトップセルを作製した。

トップセルの光吸収膜厚を250nm から350nm まで増

加しても光劣化率は比較的低い水準を維持した結果、

タンデムセルの高電流化と高効率化が実現し、これま

でに安定化効率12.0%（AIST 高精度性能測定）を達

成した。 

多接合型太陽電池のボトムセル材料として、赤外吸

収感度に優れる微結晶シリコンゲルマニウム

（SiGe）合金の開発を行っている。微結晶 SiGe 層内

に存在する欠陥（アクセプター準位）を酸素で補償す

るカウンタードーピングを実施し、セル特性と電気特

性に与える効果について調査した。具体的には、セル

特性の改善が認められる酸素濃度範囲で微結晶 SiGe
（Ge 濃度：10at.%）単膜をガラス基板上に作製し、

ホール効果測定をおこなった。その結果、膜中のキャ

リア濃度は酸素濃度に依存せずほぼ一定であり、カウ

ンタードーピングの効果はセルでのみ観測されること

がわかった。これらの結果から、Ge の欠陥準位はバ

ンド端から深いエネルギー準位に存在し、それらは

p-i-n 構造や非熱平衡状態で負に荷電することが明ら

かになった。 

 多接合型太陽電池の高電流化に向け、微結晶シリコ

ン太陽電池の短絡電流密度（JSC）を向上させるハニ

カムテクスチャ基板の開発を昨年度から継続して実施

した。詳細な検討の結果、良質な微結晶シリコン層の

成長と光閉じ込めを両立するには膜厚に応じて最適な

凹凸周期があることを明らかにした。この知見を元に

ハニカムテクスチャ基板を最適化し、更に産総研独自

の高移動度 In2O3:H 薄膜を窓電極に適用することで、

単接合微結晶シリコン太陽電池として従来の世界最高

記 録 を 上 回 る 効 率 10.5% 、 JSC ＝ 28.2mA/cm2

（designated area, AIST 高精度性能測定）を達成し

た。更に膜厚を1.5倍にしたセルで、当面の目標であ

る JSC>30mA/cm2（active area）を実現した。バイア

ス電圧印状態では31.8mA/cm2相当の光電流を得てお

り、デバイス構造の見直しで更なる高電流化が期待で

きる。 

 薄膜シリコン太陽電池の生産性及び発電性能の向上

に向け、電池製造時に発電性能を予測する新しいプロ

セス診断技術の開発に取り組んだ。各種その場診断法

を用い、薄膜シリコン成長時の光電流特性と発電性能
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の間に相関があることを見出した。本知見を踏まえ、

薄膜シリコン成長時の光電流測定を基にした発電性能

の予測技術を開発した。様々な薄膜シリコン成長条件

に本技術を適用し、変換効率2-9%の太陽電池製造プ

ロセスにおいて、発電性能（曲線因子）が誤差20%で

予測可能であることを検証した。今後は、薄膜シリコ

ンドープ層の高品質化・最適化に本技術の適用が期待

される。 

（有機薄膜太陽電池） 

 有機薄膜太陽電池モジュールの研究開発において、

タンデム化の為の要素技術の開発、有機薄膜太陽電池

のモジュールの試作を中心に研究開発を行った。 

 タンデム化の為の要素技術の開発では、高効率と高

耐久を両立する逆型タンデム構造の為の n 型バッフ

ァ層の開発を行った。特に、スパッタ法によるアルミ

ニウム・ドープ酸化亜鉛（ZnO:Al、AZO）を透明電

極側に導入し、電子取出し電極として用いることに成

功した。本技術を基本として、住友化学の新規材料を

トップセル、出光興産の新規材料をボトムセルとした

タンデムセルを作製し、変換効率で8.2%を達成した。

また、有機薄膜太陽電池のモジュールの試作では、モ

ジュールサイズ20cm 角の ITO 付ガラス基板に対し、

高効率と高集積を両立する有効範囲（アクティブエリ

ア）17cm 角のモジュールを設計・試作した。そのセ

ル構成は、1セル当たり3.1cm2の面積を有し、6列×9

列の54個のセルで構成されており、最大54直列の直列

配線が可能な有機薄膜太陽電池モジュールである。結

果として、27直列において最大4.8%の変換効率を得

ることができた。 

 有機薄膜太陽電池の作製環境における水分や酸素、

異物粒子などは素子の欠陥となる可能性がある。これ

らの影響を避けるために、発電層のスピンコートから

電極蒸着までの作製工程をクリーン仕様グローブボッ

クス-真空蒸着装置連結型有機薄膜太陽電池作製装置

で行った。これを従来の作製環境で作製した素子の発

電特性と比較した。比較には、PTB7と C70フラーレ

ン誘導体[70]PCBM を混合して発電層とした高効率

な素子を用いた。エネルギー変換効率の平均値とばら

つきを評価したところ、平均値は7.2%から8.5%へと

向上し、さらに標準偏差が0.71から0.31へと半減し、

歩留まりの改善も見られた。また、異物由来の構造欠

陥も減少し、耐久性も向上させることに成功した。 

（色素増感太陽電池） 

 オリゴアルキルチオフェンを電子伝達部位として持

つカルバゾール系有機色素は、アルキル基の持つ凝集

性および疎水性により、酸化チタン表面の色素の被覆

率を高め、高い光電変換特性および耐久性を実現して

いる。コバルト錯体レドックスを用いた色素増感太陽

電池において、酸化チタンに注入された電子の電解液

への再結合を防ぐ目的で、立体障害の大きな有機色素

が用いられる場合が多い。そこで我々は種々のカルバ

ゾール系有機色素を用いてコバルト錯体レドックスを

用いた色素増感太陽電池を作製し、色素の分子構造と

光電変換特性について詳細に調べた。まず分子の大き

さの違う色素を用いた結果、大きな分子を用いた場合

に高開放電圧の太陽電池が得られた。すなわち、酸化

チタン表面からレドックス種を遠ざけることで、電子

の再結合が抑制されていることがわかった。さらに立

体障害の付与した色素を用いることにより、さらに高

開放電圧が得られた。すなわち、コバルト錯体レドッ

クス種を酸化チタン表面から効果的にブロックするこ

とにより、酸化チタン中の電子寿命を向上させ、高開

放電圧が実現できる。またアルキル基の長さを短くし

た色素を用いることにより、酸化チタン表面の色素被

覆率を向上させることができ、さらに高開放電圧が得

られた。このようにして高開放電圧を実現し、現在に

おいて9%を超える光電変換効率を得ている。電子寿

命を測定してみると、明らかに向上していることがわ

かったが、ヨウ素を用いた場合に比べると依然として

短い。言い換えると、さらに電子寿命と開放電圧を向

上させることができる余地がある。そこで、さらに立

体障害の大きなドナーを持つ色素を設計・合成を行い、

光電変換特性を評価した。その結果、0.9V をはるか

に超えるセル特性が得られた。今後更なる色素分子設

計により、比較的高い短絡電流密度を実現し変換効率

の向上を目指す。 

 

太陽電池モジュール信頼性評価連携研究体 

（Collaborative Module-Reliability Research Team） 
連携研究体長：増田 淳 

（九州センター） 

概 要： 
 太陽電池モジュールの信頼性向上に資する技術開発

を行うために、平成22年10月1日付で九州センターに

設立された組織である。本連携研究体では、新規部材

を用いた太陽電池モジュールの試作・評価に関する研

究、太陽電池モジュールの信頼性・寿命を正確に評価

可能な試験法の開発、屋外に設けた太陽電池モジュー

ル曝露施設での発電量評価・長期信頼性評価の研究を

実施している。さらに、九州センターの生産計測技術

研究センターとの連携により、モジュール生産工程管

理に適用可能な計測技術の開発にも取り組んでいる。

九州には日本最大の太陽電池モジュールメーカーの工

場をはじめ、半導体製造装置、電子部品・材料メーカ

ーが集積するが、太陽電池モジュールの製造技術は、

これらのメーカーの製品群と密接に関連している。九

州各県の公設試験研究機関、大学等と密接な連携を図

るとともに、本連携研究体で得られた研究成果を、こ

れらのメーカーに還元し、九州地域での太陽光発電産

業群の形成ならびに人的ネットワークの構築に資する
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ことにより、地域経済の活性化に貢献することも目的

の一つである。 

年度進歩： 
 1.5m 程度の市販サイズにも対応可能な太陽電池モ

ジュール試作・評価ライン等を使用して、モジュール

の信頼性向上・長寿命化を目的とした研究を実施した。

延べ80以上の機関が参加する第 II 期高信頼性太陽電

池モジュール開発・評価コンソーシアムを組織し、コ

ンソーシアムメンバーが新規開発した封止材、バック

シート、インターコネクタ等を用いたモジュールを試

作・評価することで、これらの新規部材の有効性を検

証した。アクリル系樹脂をカバーガラスの代わりに用

いることで従来よりも重量が半分程度で設置コストの

低減に資する軽量モジュールを開発した。この軽量モ

ジュールは各種信頼性試験にも合格することを実証し

た。近年、システム電圧が高いメガソーラ等を中心に、

短期間で発電量が大きく低下する電圧誘起劣化

（PID）現象が発生し、PID の解決が喫緊の課題とな

っているが、低コストで PID 抑止に資する複数の方

法の有効性を実証した。まず、セルの反射防止膜の作

製方法の改善により、セルの初期性能を低下させるこ

となく PID を抑止可能な反射防止膜の形成に成功し

た。また、エチレン酢酸ビニル共重合体封止材とセル

界面に30µm 程度のごく薄いアイオノマー樹脂を挿入

することでも、PID を抑止可能なことを実証した。

さらに、カバーガラスの受光面と反対側に50nm 程度

の酸化チタン系薄膜をコーティングすることでも

PID を抑止可能なことを実証した。 

 現行の認証試験に用いられている IEC 規格に定め

る試験条件では、モジュールの信頼性が充分に反映さ

れず、信頼性の良否に関わらず同様の結果となる場合

も多い。このため、信頼性の高いモジュールを正当に

評価できる試験法の開発は喫緊の課題である。IEC
規格に定める試験の繰り返し回数や試験時間の増加、

各種試験の組合せ、通電試験等、IEC 規格に定めた

試験条件の厳格化に関しては、アジア基準認証推進事

業において、太陽光発電技術研究組合、佐賀県工業技

術センター、電気安全環境研究所と共同で検証した。

認証試験に合格した市販モジュールにおいても、IEC
規格に定める試験の繰り返し回数や試験時間の増加に

よって、劣化状況に差異が生じることを見出した。さ

らに、本事業においても PID について検討し、PID
試験に用いられるチャンバー法と水張り法の妥当性を

検証した。市販の複数のモジュールに対して試験を実

施し、いずれの試験でも劣化しないモジュール、いず

れか一方の試験だけで劣化するモジュール、いずれの

試験でも劣化するモジュール等に分類できることを見

出した。新エネルギー・産業技術総合開発機構からの

委託研究では、モジュール内部への水蒸気浸入経路の

明確化と浸入量の定量に、カルシウム法が有効である

ことを実証した。 

 屋外曝露施設では、新エネルギー・産業技術総合開

発機構からの委託研究により、実際に市販されている

太陽電池を中心に、結晶シリコン系、薄膜シリコン系

および化合物薄膜系の各種モジュールを設置して系統

連系運転を行った。10分毎に各ストリングの電流－電

圧特性ならびに気象データを収集し、データを蓄積し

た。2011年の直流アレイ出力の合計値は1kW あたり

約1300kWh であること、薄膜シリコン系の出力は、

結晶シリコン系と比べて夏に高く冬に低いこと、単結

晶シリコン系の年間発電量は多結晶シリコン系よりも

約3%高いことなどを見出した。この他、鹿児島県の

降灰地域（霧島、桜島）に太陽電池モジュールを設置

し、火山灰や火山性ガスが発電量ならびに長期信頼性

に及びす影響の調査を開始した。 

 

先端産業プロセス・高効率化チーム 

（Advanced High Efficiency Processing Team） 
研究チーム長：柴田 肇 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 薄膜系太陽電池でモジュール変換効率 25%
（PV2030＋目標）を実現するための要素技術を開発

すると共に、薄膜系太陽電池の適用範囲の拡大と低コ

スト化を目指す。具体的には、以下の3項目に重点的

に取り組む。 

(1) 薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発 

(2) フレキシブル太陽電池の研究開発 

(3) 新材料・新構造・新成膜技術による太陽電池の高

効率化技術の研究 

年度進歩： 
(1) 薄膜太陽電池の高効率化技術の研究開発 

 化合物系タンデムセルのトップセル用材料として、

硫黄を含む CIGS 系材料である CuIn1-xGaxS2ySe2-2y

（CIGSSe）系ワイドギャップ太陽電池の研究開発

を行った。三段階法(同時蒸着法)を用いて高 Ga 組

成領域の CIGSSe 膜の作製を行い、傾斜した膜組

成構造の形成過程を明らかにした。また太陽電池を

試作し、電池特性の S/（S＋Se）比依存性や Na
効果を調査し、低 Ga 組成領域との違いを示した。

また In を全く含まない CuGaSe2（CGS）という材

料を用いた太陽電池の高効率化技術の研究開発を行

い、10.6%という高い変換効率を達成することがで

きた。 

(2) フレキシブル太陽電池の研究開発 

 フレキシブルな CIGS 太陽電池の高効率化を目

指して、CIGS 系太陽電池の高効率化技術の開発を

行い、小面積セルとサブモジュールにおいて、それ

ぞれ19.8%と17.1%という変換効率を達成した。こ

のような高い変換効率が得られた主な要因は、
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CIGS 成膜中のにおいて①Se の供給量を適正に制

御したこと、②Ga 濃度を従来よりも高くしたこと、

③成膜温度を従来よりもたかくしたこと、の3点で

ある。また、厚さ280µm のフレキシブルな青板ガ

ラスを用いた CIGS サブモジュール太陽電池にお

いて、光電変換効率16.2%を達成した。 

(3) 新材料・新構造・新成膜技術による太陽電池の高

効率化技術の研究 

 希少金属を含まない新しい化合物半導体材料とし

て CZTS と呼ばれる化合物半導体に注目し、太陽

電池を開発した結果、小面積セルで9.1%という変

換効率を達成した。CZTS 薄膜の上に各種の薄膜を

成膜する際の CZTS 薄膜の表面状態が、太陽電池

の性能に大きな影響を及ぼすことが明らかとなった。 

 
システムチーム 

（PV System and Application Team） 
研究チーム長：加藤 和彦 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 太陽光発電システムの健全な普及拡大に資すること

を目的として、利用者の視点に立脚した太陽電池モジ

ュールの屋外暴露データや各種太陽光発電システムの

性能評価・不具合事例分析を通じた太陽光発電システ

ムの長期信頼性や安全性に関する研究開発、および、

太陽光発電技術が将来におけるわが国の基幹系統電源

となるために必要な発電量予測手法の技術開発など実

施している。また、太陽光発電の導入ポテンシャルや

付加価値を高めるための新しいシステム技術の提案や

太陽光発電技術の普及を側面的に支援するための社会

制度や政策に関する提言も行っている。 

年度進歩： 

 太陽光発電システムの長期信頼性に関する研究開発

については、発電性能が低下した太陽電池モジュール

をオンサイトで探索することを目的とした「太陽光発

電システムの現地ストリング I-V 特性測定による発

電性能判定基準試案」を策定し公開した。 

さらに、昨年度に着手した当所つくばセンターに設

置されている太陽光発電設備の全数詳細分析調査につ

いては、全数（約5,600枚）の約30%の屋内測定（I-V
特性および EL 発光分析）が実施済みであり、さらに

平成25年度末の完了に向けて作業を進めている。 

発電量予測手法については、予測精度向上に向けた

予測アルゴリズムの検討や気象モデルのパラメータ感

度分析をさらに実施している。 

 

評価・標準チーム 

（Calibration, Standards and Measurement Team） 
研究チーム長：菱川 善博 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 日本における太陽電池評価技術およびその基となる

基準太陽電池のトレーサビリティ確立と維持、高度化

を図る。また国際比較等を通してその国際的整合を確

立、推進することで太陽電池システム輸出入の促進に

も重要な貢献を行う。新型太陽電池の測定技術の確立

や規格化においても中心的な役割を果たし、太陽電池

のより広範な普及に欠かせない共通基盤的研究を遂行

する。 

１）太陽電池性能評価の基本となる一次基準太陽電池

セル、二次基準太陽電池セル・モジュールの校正を

実施するとともに、その技術の高度化を目指す。世

界の主要な研究所・機関が参画する基幹国際比較に

おける Qualified Lab たる高い技術レベルを示すと

ともにその維持・向上を図る。 

２）結晶 Si・薄膜 Si・化合物半導体・多接合・有機

等、各種新型太陽電池の高精度な評価を可能にする

ために、各種太陽電池に特有なデバイス構造・分光

感度特性・電気的時定数・光照射効果・温度照度依

存性等を正確に考慮した性能評価技術を開発し、実

施する。 

３）様々な気象条件・設置条件での太陽電池の日間・

月間・年間等の発電量（kWh 定格）を高精度に評

価する技術を開発する。 

年度進歩： 

１）ソーラシミュレータ法による一次基準太陽電池セ

ル並びに二次基準太陽電池セルの校正を実施すると

共に、更に高精度な校正技術開発を実施している。

ソーラシミュレータ法による太陽電池校正技術を高

度化するための要素技術の開発として、精密構造型

絶対放射計の開発および基準モジュール校正技術の

開発を行った。更に不確かさを大幅に低減するため

の校正技術として、絶対分光感度法による校正技術

を開発している。 

２）太陽電池メーカー等で研究・開発された各種新型

太陽電池セル・モジュールの測定技術開発および測

定を行った。昨年度までに開発したモジュール分光

感度評価技術の IEC 国際標準化を推進するととも

に技術を高度化し、モジュール内の太陽電池分光感

度の温度依存性の高精度な実測を可能とした。アジ

ア地域の中立機関における太陽電池国際比較測定を

産総研の主催により実施してとりまとめ、現状の整

合性の確認と課題の抽出を行った。 

３）多様化する太陽電池技術に対し、STC を補完す

る評価体系として、発電量定格方式の評価技術を開

発し、IEC 61853国際規格等による標準化に貢献し

ている。産総研つくばセンターと九州センターにお

ける太陽電池モジュール発電量計測システムを整

備・運用して、発電量評価技術の開発を行い、開発

した評価手法により単結晶・多結晶シリコン太陽電
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池共に±3%の精度で発電量を算出できることを明

らかにした。また、九州センターにおいて、系統連

系した実運用下における太陽電池システムの発電量

評価を行い、各種太陽電池アレイの DC 年間発電量

が1kW あたりおよそ1400kWh であることを明らか

にした。集光型太陽光発電システムの日米共同実証

実験として、日米に同一の集光型太陽光発電システ

ムを設置して、発電性能の同時検証（比較）を行っ

ている。日本では岡山市に設置。カウンターパート

は、国立再生可能エネルギー研究所（NREL）。特

に高効率集光型太陽電池においては，平板型太陽電

池と同様の温度・照度・スペクトルの要素に加えて、

セル、光学系、アレイ、追尾架台等のアラインメン

ト等、集光型に特有な要素が重要であり、検討を進

めている。 

 

革新デバイスチーム 

（Next Generation Device Team） 
研究チーム長：松原 浩司（つくば中央第２） 

 

概 要： 

 将来の太陽電池の変換効率の大幅な向上（40%超）

や発電コストの大幅な低減（7円/kWh 以下）の達成

に向けて新しい概念や原理に基づく太陽電池技術を開

発している。既存の材料や技術にとらわれない新しい

概念や原理を用いることで、太陽電池の飛躍的な効率

向上、低コスト化を目指す。このために新原理の検証

のような基礎的な研究から、材料開発、新しい作製方

法の開発など広い範囲にわたって取り組む。 

年度進捗： 

 高い変換効率を有する多接合型太陽電池の実現のた

めに、複数の太陽電池を半導体接合法により接続する

技術（スマートスタック技術）の開発を行っている。

本年度の成果としては、前年度実証を行った導電性ナ

ノ粒子配列を接合界面に介在させた直接接合技術に関

し、工程最適化のもと接合抵抗＜2Ωcm2、光吸収損

失＜2%が得られ、またこれを用いて GaInP/GaAs/ 
InGaAsP の3接合メカニカルスタックセルを試作した

結果、予測特性に適う変換効率22.5%を達成した。今

後は、セルの構造最適化により30%以上の高効率を目

指すとともに、Si 系、CIGSe 系など異種材料間の接

合および量産性、信頼性等の実用化技術に取り組む。

スマートスタック太陽電池のボトムセル材料の一つと

して、0.9eV 帯の SiGe 太陽電池の開発を行っている。

Si 基板と SiGe 光吸収層の間に最適化された組成傾斜

層を導入することにより、0.9eV 帯の高品質な SiGe
太陽電池の作製に成功した。一方、単接合で飛躍的な

高効率化を達成できる技術として期待されている量子

ドット太陽電池では、ワイドギャップの InGaP を母

材とした量子ドット太陽電池の作製に成功するととも

に、InGaP をバリアとする InGaAs 量子ドットのミ

ニバンド形成にも初めて成功した。また、メカニカル

スタックセルのトップセルとなる InGaP 太陽電池の

高効率化を目指し、ARC 無しで変換効率12.1%を達

成 し た 。 さ ら に 固 体 ソ ー ス MBE を 用 い て

InGaP/GaAs タンデムセルの作製に成功し、変換効

率21.1%の高性能セルを得た。金属ナノ構造のプラズ

モン効果を利用した光閉じ込め技術の開発では、フレ

キシブルスタンプを用いた転写プロセスによる金属ナ

ノ構造作製手法の導入に成功し、薄膜シリコン系太陽

電池に適用して、近赤外領域の光電流生成が最大

106%向上することを確認した。また多重キャリア発

生による太陽電池の飛躍的な効率向上を目指して Si
系ナノ結晶の研究も行っている。Si ナノ結晶の特性

は表面の状態（欠陥、酸化など）に大きく依存する。

マイクロプラズマを利用した表面修飾法を開発し、そ

れにより Si ナノ結晶の PL 量子収率を大幅に改善し

た。一方、Sn との混晶化により Si 系ナノ結晶の狭バ

ンドギャップ化も試みた。パルスレーザを利用した液

体中でのレーザアブレーションにより SiSn ナノ結晶

の作製に成功し、得られた SiSn からの PL ピーク波

長は通常の Si ナノクリスタルに比べ約250nm 長波長

化しており、狭バンドギャップ化したことが確認され

た。 

 

革新材料チーム 

（Next Generation Device Team） 
研究チーム長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 主務であるエネルギー技術研究部門 太陽光エネル

ギー変換グループを参照のこと。 

 

⑧【バイオマスリファイナリー研究センター】 
（Biomass Refinery Research Center） 

（存続期間：2012.4～2019.3） 

 

研究センター長：平田 悟史 

副研究センター長：榊 啓二 

 

所在地：中国センター 

人 員：20名（20名） 

経 費：414,693千円（182,382千円） 

 

概 要： 

(1) 研究目的と手段 

 産総研では経済と環境を両立する「グリーン・イ

ノベーション」の推進に取り組んでおり、再生可能

で利用にあたって温室効果ガスの濃度に影響を与え

ないバイオマス資源を、効率よく安価に利用する技
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術の研究開発もその一つである。バイオマスリファ

イナリー研究センター（BRRC）では、地球上に最

も多く存在する有機化合物であるリグノセルロース

（木質系・草本系バイオマス）を出発物質として、

化学品原料、高性能複合材料、液体燃料を安価に製

造するプロセス技術及び要素技術を開発している。 

 オイルリファイナリーとは原油を精製・分解・変

換して、化学品、プラスチック、繊維、液体燃料な

ど、さまざまな物質を作り出すプロセス技術である。

これに対しバイオマスリファイナリーはバイオマス

資源を出発物質に、化学品原料、複合材料、液体燃

料を作るプロセス技術であり、BRRC はリグノセ

ルロースを出発物質として、ピルビン酸、エタノー

ル、乳酸などの化学品原料、セルロースナノファイ

バーを用いたバイオナノコンポジット（高性能複合

材料）、バイオジェット燃料、バイオエタノールな

どの液体燃料を製造する技術の開発を進めている。 

 バイオマス資源及び生成物は種類が多岐にわたっ

ており、すべてのバイオマス資源、生成物を研究開

発対象にすることはできない。BRRC ではバイオ

マス資源として資源量が多く、比較的安価に調達が

可能で、食料生産との競合が少ないリグノセルロー

スを選択し、研究開発を進めている。一方、バイオ

マス資源の利用にあたっては、高付加価値のものか

ら順番に利用するというカスケード利用が実現可能

性を高める上で重要であるので、単位重量あたりの

価格が安いエネルギー利用以外に、付加価値の高い

マテリアル、ケミカルとしての用途開発も進めてい

る。BRRC では実現可能性並びに市場ニーズから、

生成物として化学品原料、高性能複合材料、液体燃

料の3つを選択して、研究開発を行っている。 

 さらにリグノセルロースから化学品原料、高性能

複合材料、液体燃料を製造するためには、多数の変

換プロセスと要素技術が関与している。BRRC で

は経済性、環境性を指標にして種々のプロセスを比

較し、その中から実現可能性の高いプロセスを選択

して集中的に研究開発を進めている。また、BRRC
内だけでなく産総研内で異なる専門分野の研究者が

連携することで、研究開発を効率的に進めている。 

 バイオマスリファイナリーは、糖（シュガー）を

基幹物質として生成物を作るシュガープラットフォ

ームと、水素と一酸化炭素を主成分として熱分解ガ

ス化によって製造された気体（合成ガス）を基幹物

資として生成物を作る合成ガスプラットフォームに

分けられる。それぞれメリットとデメリットがあり、

また研究の進捗状況も異なる。BRRC では両プロ

セスとも実現可能性があると考え研究開発に取り組

んである。 

(2) 戦略課題への取り組み 

 BRRC が戦略課題として集中的に取り組んでい

る研究テーマは次の3つである。 

① ケミカル原料製造基盤技術の開発 

 ケミカル原料を製造するためには、まず原料と

なるリグノセルロースを糖に分解する必要がある。

リグノセルロースを糖に分解するプロセス及び要

素技術は数多く提案されているが、どれも一長一

短があり、同じ原料を用いて、同じ条件で定量的

に比較したデータが存在しない。そこで BRRC
では、これまでに提唱されている主要な分解・糖

化技術について、網羅的に比較検討するための準

備を進めている。具体的には、針葉樹で国内生産

される代表的な樹種であるスギ、広葉樹で海外に

おいて大規模植林されているユーカリ、国内・海

外で大量に発生する農業残渣である稲わら、東南

アジアのパームオイル産業で廃棄物として発生す

るアブラヤシ空果房（Empty Fruit Bunch）、ブ

ラジル、東南アジアのバイオエタノール産業で廃

棄物として発生するサトウキビの搾りかすである

バガスの5種類を標準原料として確保し、これを

BRRC の保有技術である水熱・メカノケミカ

ル・酵素糖化法、及びこれまで提唱されている主

要な分解・糖化プロセスで処理したときの、糖化

率、エネルギー投入量などを、定量的に比較する

ための準備を成分分離チームで進めている。 

 分解・糖化におけるキーテクノロジーの一つが、

糖化酵素である。リグノセルロースに含まれる成

分であるセルロース、ヘミセルロースを分解して

糖にする酵素としては、セルラーゼ、ヘミセルラ

ーゼがある。糖化酵素を取り巻く世界の状況をみ

ると、欧米の酵素メーカーが糖化酵素の市場を独

占している。これに対し BRRC は、1) 純国産技

術による糖化酵素の製造・供給プロセスの構築、

2) 酵素のオンサイト生産によるコストダウン、

3) 酵素の高機能化による差別化、の3つの視点で

研究開発に取り組んでいる。産総研の前身である

微生物工業技術研究所の研究者が単離した微生物

の遺伝子操作技術を確立し、目的とする酵素の生

産性を高めるための研究開発を進めているほか、

この微生物や酵素を必要とする場所で培養・生産

することで、酵素を含んだ培養液を糖化に用いる

という手法の開発、さらに、糖化酵素の耐熱化の

検討に酵素利用チームが取り組んでいる。 

 リグノセルロースを分解・糖化すると、セルロ

ースとヘミセルロースは分解されて糖になるが、

高分子で複雑な構造の芳香族化合物であるリグニ

ンは、分解されずにそのまま残る。リグニンはそ

の構造から分解・利用が困難で、ボイラ燃料とし

て利用されることが多かった。BRRC では今年

度からリグニンの分解・利用技術の研究開発に取

り組んでいる。BRRC の独自技術である水熱・



研 究 

(52) 

メカノケミカル・酵素糖化法で得られたリグニン

は、酸による変性を受けていないため、天然の状

態に近く、改変、利用が容易であるといわれてい

る。そこでまず、この方法で得られたリグニンの

性状について詳しく調べるところから着手してい

る。本研究は成分分離チームが担当している。 

 化学品原料は、糖をバイオ変換、化学変換する

ことで製造されるが、この技術はすでに確立し、

医薬品や化学品の製造に使われている。BRRC
ではすでに知られている方法よりも高い効率で化

学品原料となる物質を製造するため、酵母、大腸

菌をプラットフォームとしたバイオ変換の研究に

取り組んでいる。具体的には酵母や大腸菌の代謝

系を改変することで、さまざまな化学品原料への

変換が容易なピルビン酸、エタノール、乳酸を製

造するための基盤技術の開発に、微生物変換チー

ムが取り組んでいる。 

 一方、合成ガスを出発物質としてケミカル原料

を製造するための研究開発も行っている。合成ガ

スの成分である水素、一酸化炭素、二酸化炭素を

原料としてエタノールや乳酸を製造する微生物を

土壌から単離し、その遺伝子操作技術を確立する

ことで、目的とする物質を効率よく生産する微生

物の製造を目指して、微生物変換チームが研究を

進めている。 

② 高性能複合材料製造基盤技術の開発 

 セルロースは植物細胞の細胞壁及び繊維の主成

分で、これをナノレベルに精製したセルロースナ

ノファイバー、セルロースナノクリスタルは、製

造方法の研究開発と、用途開発が並行して進めら

れている。セルロース利用チームではセルロース

ナノファイバーをリグノセルロースから効率よく

製造する技術を開発し、さらにその効率を高める

ための研究開発や、セルロースナノファイバーの

定量的な評価技術の開発を進めている、また複数

の民間企業と共同で、セルロースナノファイバー

を添加した高性能複合材料を試作し、その性能を

評価するとともに、用途開発も進めている。 

③ 液体燃料製造技術の開発 

 バイオマス資源から製造する液体燃料として、

BRRC では BTL プロセスによるジェット燃料製

造と、糖化・発酵プロセスによるバイオエタノー

ル製造の2つを手掛けている。前者はガス化によ

って合成ガスを製造し、触媒を用いた化学反応に

よってジェット燃料を製造するので、合成ガスプ

ラットフォーム、後者はバイオマスの糖化によっ

て製造した糖から、エタノール発酵によってエタ

ノールを製造するので、シュガープラットフォー

ムに、それぞれ分類される。 

 BTL プロセスにおけるキーテクノロジーは、

1) バイオマスのガス化技術、2) ガス化で得られ

たガスの精製技術、3) 合成ガスから Fischer-
Tropsch 反応で炭化水素を作り、さらにそれを水

素化分解反応で目的生成物にするための触媒技術

の3つである。このうちガス化技術についてはす

でに国内外で多くの研究実績があり、原料と規模

によって適用される技術が決まる。またガス精製

技術についても、採用されたガス化技術によって

適用される技術が異なるため、BRRC では

Fischer-Tropsch 反応及び水素化分解反応で用い

られる触媒の研究開発を中心に進めている。この

研究は BTL プロセスチームが担当している。 

 一方、糖化・発酵プロセスによるバイオエタノ

ール製造は、BRRC の前身のバイオマス研究セ

ンターで基盤技術の研究が進められ、一部は民間

企業によるパイロットスケールでの実証研究が行

なわれている。したがって BRRC は、民間企業

が実施する実証・実用化研究の支援、要素技術の

改良による変換効率向上並びにエネルギー消費量

低減のための要素技術の改良研究、新たなバイオ

マス資源へ技術を適用するための応用研究の3つ

に絞り、実証・実用化チームが担当している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算（戦略予算）「産総研発バイオマス

化学の研究開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）「高効率バ

イオマスリファイナリーの研究開発」 

 

文部科学省 気候変動に対応した新たな社会の創出に向

けた社会システムの改革プログラム 「森と人が共生す

る SMART 工場モデル実証」 

 

文部科学省 グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレ

ンス事業（GRENE）「植物 CO2資源化研究拠点ネット

ワーク」 

 

農林水産省 新たな農林水産政策を推進する実用技術開

発事業「山側における『間伐材から機能化混練型 WPC
変換まで一貫したシステム』の実証化研究」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 セルロース系エ

タノール革新的生産システム開発事業「早生樹からのメ

カノケミカルパルピング前処理によるエタノール一貫生

産システムの開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 戦略的次世代バ
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イオマスエネルギー利用技術開発事業「水熱処理とゼオ

ライト触媒反応による高品質バイオ燃料製造プロセスの

研究開発－省エネルギー・高効率水熱反応技術の開発」 

 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 戦略的次世代バ

イオマスエネルギー利用技術開発事業「ABC 次世代バ

イオマス液体燃料製造システム技術の開発－スラリー層

反応による触媒寿命、ガス組成影響、生成物条件の検討

及びコンパクト液化装置、熱回収の研究開発」 

 

科学技術振興機構 地球規模課題対応国際科学技術協力

プログラム「サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研

究」 

 

科学技術振興機構 地球規模課題対応国際科学技術協力

プログラム「ボルネオ生物多様性保全のためのパームバ

イオマスを活用した革新的グリーン産業の創出」 

 

科学技術振興機構 生体触媒要素技術開発：セルラーゼ

とリジン脱炭酸酵素の高機能化・低コスト化技術開発

（Ⅰ）－解析と改良」 

 

発表：誌上発表40件、口頭発表52件、その他4件 

--------------------------------------------------------------------------- 
成分分離チーム 

（Ingredient Separation Research Team） 

研究チーム長：平田 悟史 

（中国） 

概 要： 

 成分分離チームでは、リグノセルロースを分解し、

糖化工程の効率を高める前処理技術の開発並びに糖化

残渣からのリグニンの回収・低分子化技術の開発を行

っている。 

 リグノセルロースから糖を製造するための様々な技

術が研究されているが、それらを同じ指標で比較、評

価し、最適なプロセスを確立するため、熱および機械

前処理から酵素糖化までの一連の実験と、得られた生

成物の分析を一貫して行うための研究環境を構築した。 

 スギとユーカリについて、ボールミル処理、水熱処

理、アルカリ処理、酸処理を行い、それぞれの条件で

の酵素糖化性を検討した。その結果、原料の違いによ

り各前処理の及ぼす影響が異なり、各原料に対する最

適なプロセスを確立するための基礎的データが得られ

た。また、エネルギーコスト削減のために高濃度原料

の酵素糖化処理における水熱前処理の効果を検討し、

条件を最適化することで高濃度原料の酵素糖化が可能

なことがわかった。 

 リグニンに関しては、リグニンの分解や利用におけ

る国内外の研究開発状況の調査を行い、リグニンの特

性を評価するための研究環境を整備した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

酵素利用チーム 

（Enzyme Research Team） 

研究チーム長：石川 一彦 

（中国） 

概 要： 

 シュガープラットフォームにおいて、リグノセルロ

ースの糖化に適したセルラーゼの開発および高効率糖

化に関する研究を行った。産総研で単離されたセルラ

ーゼ高生産糸状菌（Acremonium cellulolyticus）を

使用して、そのゲノム解析データを用いた遺伝子組換

え技術を開発し、この技術を用いて本糸状菌のセルラ

ーゼ生産性を向上させた。また本糸状菌を用いた酵素

タンパク質のセルフ発現システムの構築によって、目

的とするセルラーゼ群の発現・生産技術を開発した。

さらに好熱菌から超耐熱性セルラーゼ群のクローニン

グおよび超耐熱性セルラーゼ群の構造・機能解析の研

究を実施し、それらの情報からセルラーゼを高機能化

（耐熱化）するための基盤情報を入手した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

微生物変換チーム 

（Bio-conversion Research Team） 

研究グループ長：星野 保 

（中国） 

概 要： 

 同 時 糖 化 発 酵 に 適 し た 耐 熱 性 酵 母 と し て

Kluyveromyces marxianus をバガスから分離し、遺

伝子組換えによりキシロース資化性を付与した菌株を

構築した。リグノセルロースの糖化では多量のキシロ

ースが得られる。また、効率的な発酵法による物質生

産では、バイオマスの糖化と発酵を同時に行うことが

提案されている。このためキシロース資化性を有し、

糖化反応と同等の温度に耐えうる宿主微生物の開発が

求められている。 45℃まで発酵能を有する K. 
marxianus DMB-1株に、出芽酵母のキシロース資化

性を付与した3遺伝子を導入し、キシロース資化性を

もつ耐熱性酵母を作出した。 

 一方、遺伝子組換え効率の高い合成ガス資化性好熱

性細菌を広島県大竹市の土壌中から分離し、遺伝子組

換え系を構築した。合成ガス資化性好熱性細菌

Moorella thermoacetica は発酵法による合成ガスプ

ラットフォームの宿主微生物として有望であるが、遺

伝子組換え効率の低さが研究のネックとなっていた。

M. thermoacetica Y72株は既存の菌株と比較して約20

倍高い形質転換効率を示すが、この株のゲノム解析を

行い、ドラフトゲノムを得た。 
研究テーマ：テーマ題目１ 
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セルロース利用チーム 

（Cellulose Research Team） 

研究グループ長：遠藤 貴士 

（中国） 

概 要： 

 当研究センターが開発した、水熱・メカノケミカル

処理技術を基盤として、リグノセルロースから強度物

性に優れるセルロースナノファイバーの製造技術、ナ

ノファイバーと樹脂等との複合化技術およびナノファ

イバー評価技術に関する研究開発を行った。 

 水熱・メカノケミカル処理では、水熱処理により強

靱な木質組織を脆弱化し、湿式粉砕によって組織を効

率的にほぐしてナノファイバーを製造する。得られた

ナノファイバーの特性を活かして樹脂と複合化するた

めには、高含水であるナノファイバーの乾燥と凝集抑

制、樹脂への均一分散、ナノファイバーの形状や表面

状態の評価が重要である。 

 本年度は、木質原料を用いて、ナノファイバー製造

特性の評価を進めた。また、ナノファイバーの樹脂複

合化時の乾燥による凝集抑制方法として、水溶性高級

脂肪酸塩等の添加効果、特殊樹脂を用いたマスターバ

ッチ化法の有効性、および少ないナノファイバー複合

化量での樹脂補強効果を明らかにした。ナノファイバ

ー評価技術では、電子顕微鏡による形態評価や比表面

積測定とともにセルラーゼ等の酵素をプローブとした

ナノファイバー化度合いの評価や表面特性解析手法の

開発を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

BTL プロセスチーム 

（BTL Process Research Team） 

研究グループ長：平田 悟史 

（中国） 

概 要： 

 Fischer-Tropsch 合成においては、Co/SiO2触媒に

関して、添加金属として Zr（8 wt%）および Mn（1 

wt%）の添加が有効であり、Co、Mn、Zr を共含浸

法で添加した Co 触媒の CO 転化率が高く、かつ30時

間活性が維持されることを確認した。また、Co/TiO2

（ルチル相）触媒に関して、添加金属として Ca
（0.8 wt%）を添加した場合、異なる相を持つ担体や

他の金属を添加した Co 触媒と比較して、高い CO 転

化率および炭素数5以上の炭化水素選択性が得られる

ことがわかった。水素化分解については、まず FT 生

成物のモデル物質であるオクタコサン（C28H58）およ

びヘキサトリアコンタン（C36H74）を用いて Pt 触媒

のスクリーニングを行った。一般的に C28H58は

C36H74と比較し反応性が低いにも関わらず、Pt 担持

ベータタイプゼオライト触媒を用いた場合、高い転化

率とジェット燃料収率を得た。また、C36H74を用いた

Pt 担持量の影響の検討から、Pt 担持量を0.1 wt%ま

で低減してもジェット燃料収率は30.1%（炭素基準）

に維持できることがわかった。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

実証・実用化チーム 

（Demonstration and Practical Application Team） 

研究グループ長：美濃輪 智朗 

（中国） 

概 要： 

 糖化・発酵プロセスによるバイオエタノール製造は、

BRRC の前身のバイオマス研究センターで基盤技術

の研究が進み、一部は民間企業によるパイロットスケ

ールでの実証研究が進められている。BRRC では、

民間企業が実施する実証・実用化研究の支援、要素技

術の改良による変換効率向上並びにエネルギー消費量

低減のための要素技術の改良研究、新たなバイオマス

資源へ技術を適用するための応用研究を実施した。民

間企業で実施しているパイロットプラントの運転から

得られるデータを基に実用化プロセスでのプロセスシ

ミュレーションを行い、エネルギー収支2を超える値

を得た。また、リグニン残渣を副生エネルギーとして

利用することでエネルギー自立型プロセスを構築でき

ることを明らかにした。経済性に大きな影響を与える

酵素コストについて、酵素のオンサイト生産の経済性

評価を行ってその有効性を確認するとともに、酵素生

産性に対する酸素溶存速度に関する工学パラメータを

実験的に整理した。さらに本プロセスの稲わらやバガ

スへの応用についてもプロセスシミュレーションを行

い、経済性、環境性を検討した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ケミカル原料製造基盤技術の開発 

［研究代表者］榊 啓二（副研究センター長） 

［研究担当者］榊 啓二、井上 誠一、柳下 立夫、 

藤本 真司、石川 一彦、井上 宏之、

藤井 達也、星野 保、村上 克治、 

塚原 健一郎、松鹿 昭則、中島 信孝、

関根 伸浩、秋田 総理、片岡 未有、

渡邊 真宏、中林 誠、喜多 晃久、 

五島 徹也、福田 和義、新 優子、 

諏訪 祥士、西本 有紀、福畠 悠介、

東 孝一郎、敎蓮 陽子、角井 みゆ、

吉見 美穂、時藤 千歳、前野 友香、

井上 ベンチャポン、岸下 誠一郎、 

岸下 洋子、立石 能子、濱田 佳子、

森川 博代、根冝 香奈子 

（常勤職員12名、他25名） 

［研 究 内 容］ 

 BRRC では再生可能で利用にあたって温室効果ガス



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(55) 

の濃度に影響を与えないバイオマス資源を、効率よく安

価に利用する技術開発を実施している。本研究はこの一

環として、リグノセルロースを出発物質とし、化学品原

料を安価に製造するプロセス技術及び要素技術の開発を

目的としている。 

 リグノセルロースを分解し、後段の糖化工程の効率を

高める前処理技術の開発並びに糖化残渣からのリグニン

の回収・低分子化技術の開発では、リグノセルロースか

ら糖を製造するための多様な技術を同じ指標で比較、評

価し、最適なプロセスを確立するため、熱および機械前

処理から酵素糖化までの一連の実験と、得られた生成物

の分析を一貫して行うための研究環境を構築した。また、

リグニンに関しては、リグニンの分解や利用における国

内外の研究開発状況の調査を行い、リグニンの特性を評

価するための研究環境を整備した。BRRC 独自技術で

ある水熱・メカノケミカル・酵素糖化法で生成した糖化

残渣の特性分析と糖化残渣からのリグニンの回収技術を

検討した。糖化残渣中にはまだ未反応の糖が多く残って

おり、リグニンの回収が必要であった。そこで糖化残渣

を水熱処理することにより、その処理残渣中のリグニン

含有率が向上し、さらに一部残渣の低分子化が可能であ

ることが分かった。 

 リグノセルロースの糖化に適した純国産技術による糖

化酵素の製造・供給プロセスの構築、酵素のオンサイト

生産によるコストダウン、酵素の高機能化による差別化

のため、酵素製剤の開発および高効率糖化に関する研究

を行った。産総研で単離されたセルラーゼ高生産糸状菌

（Acremonium cellulolyticus）および、そのゲノム解

析データを用いて遺伝子組換え技術を開発し、この技術

を用いて本糸状菌のセルラーゼ生産性を向上させた。さ

らに、本糸状菌を用いた酵素タンパク質のセルフ発現シ

ステムの構築によって、目的とするセルラーゼ群の発

現・生産および構造機能解析のための基盤技術を開発し

た。 

 リグノセルロース由来糖化液からバイオ変換により化

学品原料を高効率で製造するため、酵母、大腸菌をプラ

ットフォームとした技術開発では、キシロースなど糖化

液に含まれる通常酵母が資化できない5単糖に対する発

酵性の付与と、糖化反応と発酵時の温度差を解消するた

め宿主の耐熱性が求められる。本年度、同時糖化発酵に

適した耐熱酵母を選抜し、遺伝子組換えによりキシロー

ス資化性を付与した菌株を構築した。キシロース資化性

を付与した工業用酵母のキシロース発酵性向上のため、

DNA マイクロアレーを用いた代謝変動解析を行い、キ

シロース発酵時には飢餓と同じ状態であることを見出し

た。また、キシロース資化性を有する大腸菌ではバイオ

マス由来の化合物が遺伝子組換え体の維持や遺伝子発現

に必須となる安価な遺伝子組換え発酵法を開発した。 

 一方、合成ガスを出発物質とする発酵法によるケミカ

ル原料の製造を目的とした技術開発では、合成ガス成分

である水素、一酸化炭素、二酸化炭素を利用する微生物

を用いた遺伝子操作技術確立が必要である。本年度、広

島県内の土壌より、既存の菌株と比較して約20倍形質転

換効率の高い合成ガス資化性好熱性細菌を分離・単離し、

遺伝子導入に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リグノセルロース、糖化酵素、バイオ変

換 

 

［テーマ題目２］高性能複合材料製造基盤技術の開発 

［研究代表者］遠藤 貴士（セルロース利用チーム） 

［研究担当者］遠藤 貴士、李 承桓、岩本 伸一朗、

三浦 豊和、石黒 真希、山本 茂弘、

熊谷 明夫、武 龍、北浦 敦志、 

谷岡 拓弥、下地 良平、妙見 夕佳 

（常勤職員3名、他9名） 
［研 究 内 容］ 

 地球環境保全等の観点から、木質系バイオマスの利活

用技術開発においては、バイオエタノール等エネルギー

への転換技術とともにマテリアルとしての利用技術開発

が重要となっている。木質の主要成分はセルロース、ヘ

ミセルロース、リグニンであるが、セルロース分子は自

己集合してミクロフィブリルと呼ばれるナノサイズの超

微細繊維を形成している。この超微細繊維は，セルロー

スナノファイバーとも呼ばれ，その強度は鋼鉄の5倍で

ありながら比重は5分の1という軽量・高強度の特性を持

っている。本テーマでは、このナノファイバーの特性を

活かして樹脂と複合化することによって、汎用プラスチ

ック以上の性能を発揮する高性能複合材料製造基盤技術

の開発を目指している。 

 木質系バイオマスからのナノファイバー製造では、当

研究センターで開発した水熱・メカノケミカル処理を基

盤技術としている。木質組織は、ナノファイバーが集

合・積層した構造であるため、適切な方法でほぐせばナ

ノファイバーを製造することができる。しかしながら、

木質はセルロース等の成分が複雑に積層した強靱なナノ

構造体であるため、ナノファイバーへとほぐすのは容易

ではない。水熱・メカノケミカル処理では、最初に木質

を100℃以上の加圧熱水を用いて水熱処理することによ

りヘミセルロース等の成分を部分的に加水分解する。こ

の処理により木質組織は脆弱化する。次に、ディスクミ

ル等を用いて機械的に湿式粉砕することにより，木質組

織は効率的にナノファイバーにほぐされる。 

 ナノファイバーの製造では水が必須であるため、生成

物は大量の水に分散したスラリー状の物質として得られ

る。ナノファイバーをポリプロピレン等の疎水性の樹脂

と複合化するためには、水を除去する必要がある。しか

し、単純な乾燥処理等ではナノファイバーは強度に凝集

し、利用性が著しく低下する。 

 本年度は、ヒノキ等の間伐材を原料として、ディスク
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ミルを用いてナノファイバーを製造し、ポリプロピレン

との直接複合化手法の開発を進めた。ヒノキから製造さ

れたナノファイバーについては精製等を行わずにそのま

ま用いた。このナノファイバーはセルロース以外にもヘ

ミセルロースやリグニン等を含有しているためリグノセ

ルロースナノファイバーと呼ぶことができる。 

 ナノファイバーを樹脂と直接に複合化する方法として、

融点が160℃以上あるポリプロピレンに溶融状態でナノ

ファイバーを混合すると、急激に水が蒸発してナノファ

イバーの凝集が起こり、樹脂に均一に分散できない。そ

こで、融点が100℃以下の低融点樹脂を用いる方法につ

いて検討した。その結果、水を蒸発させながら低融点樹

脂にナノファイバーを混合・分散させることで、ナノフ

ァイバーを高濃度で含むマスターバッチを製造し、次い

でポリプロピレンと複合化することにより、ナノファイ

バーを均一に分散した複合体を製造することができた。

得られた複合体は、わずか1wt%のナノファイバー添加

量でも強度物性が1.2倍以上向上し、さらにポリプロピ

レンの持つ伸び物性も維持させることができた。 

 さらに、親水性のナノファイバーをポリプロピレンに

複合化する方法として、ナノファイバー表面を界面活性

剤でコートすることにより疎水性に転換する方法につい

ても検討を進めた。界面活性剤コートの効果を明確にす

るために、リグニンを含まない高純度のセルロースナノ

ファイバーを用いて、複合材料中での分散性および複合

材料の機械的性質を評価した。界面活性剤にはポリオキ

シエチレン（10）ノニルフェニルエーテルを用いた。界

面活性剤をコートすることで、ナノファイバーはトルエ

ンに分散可能な状態まで疎水化され、ポリプロピレンに

均一に分散させることに成功した。複合材料の強度およ

び伸びは分散性の向上により顕著に向上した。 

 ナノファイバーの評価方法として、電子顕微鏡や原子

間力顕微鏡を用いた直接的な観察方法は有効であるが、

部分的な観察であり全体的に評価することが困難である。

そこで、セルラーゼ等の酵素を用いた生化学的評価と比

表面積測定による物理的評価の関係について検討を行っ

た。基盤試験として、種々の条件での水熱処理およびボ

ールミルを用いた湿式粉砕処理によりナノファイバーを

調製し、酵素糖化試験および比表面積測定を行った結果、

酵素糖化性と比表面積に高い相関があることが分かった。

さらに、ナノファイバー表面の特性を評価する方法とし

て、酵素をプローブとして水晶振動子マイクロバランス

法による評価手法の構築を進めた。その結果、サイズを

均一化したナノファイバーを用いることで水晶振動子セ

ンターを作製することができ、酵素の吸着・分解特性を

リアルタイムで評価できることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］セルロースナノファイバー、複合材料、

湿式粉砕 

 

［テーマ題目３］液体燃料製造技術の開発 

［研究代表者］平田 悟史（BTL プロセスチーム） 

［研究担当者］花岡 寿明、宮澤 朋久、志村 勝也、

美濃輪 智朗、矢野 伸一、滝村 修、

横山 英幸、田邊 展久、門前 智美、

文 多美、孫 孝政、舞田 浩一 

（常勤職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 BTL プロセスの中で、Fischer-Tropsch 合成および水

素化分解の各工程において高性能な触媒の開発を目的と

する。FT 合成においては、①担体として SiO2および

TiO2を用いた Co 触媒の高性能化、水素化分解において

は、②Pt 触媒を用いた FT 生成物からジェット燃料の

製造について検討を行った。 
 ①について、ラボスケールのスラリー層流通式反応装

置を用い、Co 触媒の性能を評価した。担体として、

SiO2は CTL（Coal to Liquid）および GTL（Gas to 
Liquid）の商業プロセスで用いられており、TiO2は安

価、安定であり、構造を制御する方法が確立しているた

め、研究対象として取り上げた。Co/SiO2触媒に関して、

添加金属として Zr（8 wt%）および Mn（1 wt%）の添

加が有効であり、Co、Mn、Zr を共含浸法により同時

に担持すること、他の添加金属、添加方法により調製し

た Co 触媒と比較し、CO 転化率が高く、かつ30時間活

性が維持されることを見出した。また、Co/TiO2（ルチ

ル相）触媒に関して、添加金属として Ca（0.8 wt%）

を添加した場合、異なる相を持つ担体や他の金属を添加

した Co 触媒と比べて、高い CO 転化率および炭素数5

以上の炭化水素選択性を得た。なお、Co-Mn-Zr/SiO2触

媒と比較し、性能は低いものの、助触媒である Ca が安

価であり、還元処理温度が100℃低いという利点があっ

た。 
 ②については、オートクレーブを用い、石油化学工業

で用いられている水素化分解用触媒である Pt 触媒につ

いて、FT 生成物のモデル物質（C28H58および C36H74）

を用いて担体のスクリーニングを行った。その結果、ベ

ータタイプゼオライトを用いることで、両モデル物質を

用いた場合とも高いジェット燃料収率を得た。さらに

C36H74を用いて、Pt 担持量、反応温度、水素圧力がジ

ェット燃料製造に及ぼす影響を検討し、Pt 担持量0.1 
wt%、反応温度250℃、圧力0.9 MPa の場合、最も高い

ジェット燃料収率を得た。 
 糖化・発酵プロセスによるバイオエタノール製造は、

BRRC の前身であるバイオマス研究センターでの研究

により基盤技術が開発されているので、これに基づいて

実証・実用化に向けた研究開発を実施している。 
 リグノセルロース系バイオマスからのバイオエタノー

ル製造では、デンプン等からの製造に比べて高コストで

あり、実用化のためには安価に製造するための技術が求

められている。コストの中でも糖化酵素に関わるものが
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大きな割合を占めるため、酵素コストの低減が重要であ

る。そのためには酵素メーカーから酵素製剤を購入する

のではなく、エタノール生産者が自らエタノール生産の

場所で酵素を生産するオンサイト酵素生産が必要とされ

る。NEDO、JST からの委託研究、および民間企業と

の共同研究等において、糖化酵素のオンサイト生産に関

する研究を実施した。酵素生産菌の培養には炭素源が必

要であるが、エタノール生産用のバイオマスを酵素生産

菌の炭素源としても使用することが合理的と考え、旧工

業技術院で開発された日本独自の酵素生産糸状菌である

Acremonium cellulolyticus を用いて各種バイオマスを

炭素源として生産菌の培養を行い、十分な酵素生産がで

きることを明らかにした。また糸状菌による酵素生産で

はスケールアップの際に生産性が変動することが知られ

ているので、スケールアップを円滑に進めるために、糸

状菌培養のスケールアップに関する基礎研究を行った。

糸状菌は好気性であるため、酸素の供給が菌の生育や酵

素生産性に影響することが知られており、培養における

酸素供給に関しては総括酸素移動容量係数（kLa）が重

要なパラメータ－と考えられるので、kLa と酵素生産

との関係を明らかにする実験を行った。その結果、kLa
と酵素生産性の間に相関関係があることが明らかになり、

小スケールで良い生産性が得られている場合、スケール

アップの際に kLa 値が確保されるように留意すること

が重要であるという知見が得られた。 
 バイオエタノール製造プロセスにおける LCA 解析の

研究においては、民間企業と共同で実施している一貫製

造プロセスによるパイロットプラントから得られるデー

タを基にプロセスシミュレーションを行い、リグニン残

渣を有効利用することでエネルギー自立型のプロセスを

構築できることを明らかにした。それにより、「バイオ

燃料技術革新計画」の数値目標の「エネルギー収支2以

上｣および「CO2削減5割以上（対ガソリン）」を達成で

きることを示した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、バイオジェット燃料、

BTL プロセス 

 

⑨【ユビキタスエネルギー研究部門】 
（Research Institute for Ubiquitous Energy Devices） 

（存続期間：2004.4.1～） 

 

研 究 部 門 長：小林 哲彦 

副研究部門長：谷本 一美 

首 席 研 究 員：境 哲男、香山 正憲 

総括研究主幹：辰巳 国昭、安田 和明 

 

所在地：関西センター 

人 員：70名（70名） 

経 費：1,246,157千円（511,774千円） 

概 要： 

 東日本大震災から2年経過し、原子力発電所の事故

の産業及び社会生活への影響を踏まえ、エネルギーの

安定供給をはかるためにもエネルギー戦略の見直しの

認識がなされています。これまでにも提起されてきた

化石エネルギー資源の枯渇及び産出国諸国の不安定さ

による資源供給の不確かさ、地球温暖化の原因とも言

われる二酸化炭素の排出量の増加への対応も依然とし

て求められています。その対応策の一つとして自然エ

ネルギー利用技術も期待は高まっています。資源、環

境、社会情勢の制約の中で、安全・安心なくらしの確

保のために、新しい技術開発の展開も考え持続可能な

エネルギー需給の実現を図る必要があります。そして、

近年のわが国の産業界については、東アジア諸国の経

済発展に伴う、相対的な産業競争力の低下に苦しむ状

況が継続して続いています。現在、新成長戦略で示さ

れたグリーン・イノベーションを基軸として、環境調

和型社会の構築と経済発展の両立を持続可能という条

件も加えて、その実現を目指しています。 

 以上のような社会背景に基づき、産総研の第三期中

期目標では、グリーン・イノベーションを実現するた

めの課題解決型の研究開発の推進を進めています。そ

の中で、当研究部門では以下の研究開発を分担実施し

ています。 

 

 省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

 運輸システムの省エネルギー技術 

 住宅・ビル・工場の省エネルギー技術 

 情報通信の省エネルギー技術 

 グリーン・イノベーションの核となる材料、

デバイスの開発 

 ナノレベルで機能発現する材料、多機能

部材 

 

より具体的には、家電や自動車などエネルギー需要者

側における省エネルギーと環境保全を目指し、蓄電池、

燃料電池などの新しい小型・移動型電源（ユビキタ

ス・エネルギー）技術の研究開発を行うとともに、照

明をはじめとする家電製品での省エネ・省資源化に資

するため、材料基礎からシステム化まで通した研究に

取り組んでいます。特にこれらを構成する、電極材料、

電解質材料、触媒、エネルギー貯蔵材料、発光材料、

蓄光材料、光電変換材料、有機電子材料などの材料開

発を重視するとともに、材料開発の基礎となる材料科

学や材料開発方法論等を部門のコア・コンピタンスと

位置付けています。さらに、社会、特に産業界を「顧

客」として位置付け、未来産業の創出は未来社会に貢

献する新産業技術シーズの提案やハイリスク技術の実

証などの「先導的産業技術の提案」および、国際標準

や評価技術、寿命予測技術などの国際競争力のバック
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アップとなる「産業基盤技術の提供」を進めたいと考

えております。そしてこれらの研究開発をバランスよ

くマネージメントすることで基礎研究から製品化まで

の「本格研究」を実践し、社会・産業界の発展に貢献

したいと考えています。 

 関西地域は、製造業生産高が関東の約半分あります

が、家電、繊維、医薬品など産業の関西からの移転で、

わが国の経済規模の占める割合が十数%程度となって

います。しかしながら、関西地域は情報家電・電機、

住宅等を支える素材産業やものづくり産業が高いポテ

ンシャルを持っています。また、京大、阪大、神戸大

の外に大阪府大、同志社大、立命館大、関西大等のレ

ベルの高いアカデミアでの当該分野の集積は、関西地

域の特徴であり、産総研におけるユビキタスエネルギ

ー技術の産学官連携の戦略拠点として、関西地域での

活動が重要といえます。このような特徴ある研究開発

の集積の基に、近畿経済局、大阪科学技術センターな

どの公的なコーディネータ機関とのネットワークを活

用して、当研究部門ではナショナル・プロジェクトや

研究コンソーシアム等を通したオープン・イノベーシ

ョンのハブ（研究・連携拠点）としての役割を果たし

ます。特に蓄電池などの省エネルギー技術を主体とす

る環境エネルギー技術分野で、関西地域の産業競争力

の向上に貢献へ大きく期待され、わが国の産業競争力

強化に貢献する役割も果たしたいと考えています。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「ハイブリッド水素タンクの信頼性向上に関する研究」 

 

経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「再生可能エネルギーのキャリアーとしての水素・化学

水素化物の活性化技術に関する研究」 

 

経済産業省 平成24年度国際標準化推進事業委託費（戦

略的国際標準化推進事業（国際標準共同研究開発事業：

燃料電池に関する国際標準化）） 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業／革新型蓄電池先

端科学基礎研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「固体高分子形燃料電池実用化推進技術開発／研究開発

項目①「基盤技術開発」テーマ b 定置用燃料電池シ

ステムの低コスト化のための MEA 高性能化 ②高濃度

CO 耐性アノード触媒開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「希少金属代替材料開発プロジェクト／蛍光体向けテル

ビウム・ユーロピウム使用量低減技術開発及び代替材料

開発／高速合成・評価法による蛍光ランプ用蛍光体向け

Tb，Eu 低減技術の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 

「s－ブロック金属負極のデンドライト析出制御と表面

観察」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 

「自然ナノ構造材料の開発とモジュール製造技術の構

築」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「二酸化炭素と水素からの炭化水素製造技術の実用化に

向けた基礎研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「シングレットフィッションの太陽電池への活用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「水素による蓄電を実現する燃料電池／水電解可逆セル

基盤技術の開発（高活性可逆セル酸素極触媒の開発）」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「レドックスメディエーターレドックスフロー電池シス

テム」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（ALCA） 

「液晶科学に基づく革新的塗布型有機太陽電池の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 産

学共創基礎基盤研究プログラム 

「ハミルトニアンからの材料強度設計」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

「電極近傍における高分子電解質イオンチャンネル構造

の発光プローブを用いた解析技術」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 
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「光反射シリカ粒子による温度応答性調光省エネルギー

ガラスの研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協

力推進事業 

「高性能室温熱電酸化物材料の探索」 

 

国立大学法人東京大学 

「計算物質科学技術推進体制構築の「研究支援」の推

進」 

 

国立大学法人京都大学 

「「京都大学 構造材料元素戦略研究拠点」 構造材料の

粒界・欠陥の基礎物性の第一原理計算」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究（Ａ） 

「白金を含む多元金属ナノ粒子の内部構造と触媒活性の

関係の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｂ） 

「リチウムイオン電池材料の表面・界面の原子･電子レ

ベル解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｂ） 

「開殻分子系の開殻因子、荷電・スピン状態を制御因子

とする新規非線形光学物質の設計」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｂ） 

「薬物送達システムに資する無機中空蛍光体の蛍光特性

に関する基礎的研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｃ） 

「高励起状態への遷移による有機分子の短波長励起二光

子吸収特性の解明とその機能化」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｃ） 

「積層型水素吸蔵合金の水素吸蔵・放出特性向上因子の

抽出と高機能化に関する包括的研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(Ｃ） 

「ビスマスナノプレートの磁気的および電気的特性に関

する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 

「液晶内包シリカナノ粒子の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 

「第一原理計算によるバルクナノメタルの基礎物性設

計」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（Ｂ） 

「電極触媒のナノ界面研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（Ｂ） 

「二種の鎖状分子の同時配向制御と有機薄膜太陽電池の

異方的な電子物性に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究（Ｂ） 

「有機活物質によるリチウム二次電池レアメタル正極の

代替」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能液相化学水素貯蔵材料の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「新しい液相窒素系水素貯蔵材料の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「新しい窒素－ホウ素系化学水素貯蔵材料の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能水素貯蔵システムの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「高性能水素貯蔵材料としてのホウ素－炭素－窒素系多

孔質高分子の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 

「次世代高エネルギー密度型リチウムイオン電池および

ナトリウムイオン電池用正極材料」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

「放電プラズマプロセスによる次世代二次電池用コンポ

ジット電極の創製」 

 

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 動物衛

生研究所 

「畜産物における病原微生物のリスク低減技術の開発」 

 

公益財団法人新産業創造研究機構 

「高性能ディスプレイ用有機半導体の超臨界下合成技術

の開発」 

 

一般財団法人日本自動車研究所 

「車載電池の性能評価手法の技術開発」 

 

一般財団法人電気安全環境研究所 

「定置用リチウムイオン二次電池の安全性評価技術等の

開発」 
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コドモエナジー株式会社 

「無電力で発光する蓄光陶磁器の高輝度化を目的とした

釉薬塗布技術の高度化研究」 

 

発 表：誌上発表177件、口頭発表448件、その他36件 

--------------------------------------------------------------------------- 
ナノ材料科学研究グループ 

（Materials Science Research Group） 
研究グループ長：香山 正憲 

（関西センター） 

概 要：  

 ユビキタスエネルギーデバイス開発の鍵を握るのは、

ナノ界面機能材料（触媒、燃料電池電極、蓄電池材料、

水素吸蔵材料等々）など優れた機能材料の開発であり、

特に金属／無機ナノへテロ界面は優れた機能が期待さ

れる。電子顕微鏡観察や走査プローブ顕微鏡観察と第

一原理計算との連携は、こうした材料の構造や機能の

基礎的解明に威力を発揮し、解明を通じた設計技術の

確立や新規材料探索が期待される。当グループは、第

一に、電子顕微鏡観察や走査プローブ顕微鏡観察、第

一原理計算など、ナノ・ミクロの解析技術を用いて、

金属／無機ナノへテロ界面系をはじめとするナノ界面

機能材料の原子・電子構造や機能のメカニズムの解明

を行い、ナノ材料科学のフロンティアを切り拓く。第

二に、ユビキタスエネルギーデバイスの新機能材料開

発や蓄電池、PEFC の機能や劣化メカニズムの解明

など、材料開発・デバイス開発に基礎解析からの具体

的貢献を行う。第三に、ナノ・ミクロ解析技術とコン

ビケム技術の連携・融合により、基礎解析を材料開発

に積極的に活かして効率的に新材料を開発する新しい

方法論－マテリオミクス－の基盤技術の確立を図る。

以上により、当ユニットの本格研究の一翼を担い、ユ

ニットのコア技術の醸成を図る。  
 

新エネルギー媒体研究グループ 

（New Energy Carrier Research Group） 
研究グループ長：清林 哲 

（関西センター） 

概 要： 

 携帯電話から電気自動車に至るまで、電池に対する

要求は、エネルギー密度や安全性、寿命、コスト、資

源・環境に対する配慮などなど、あらゆる側面におい

て今後も増す一方と予想される。当グループでは、現

行の電池では実用化されていないものの、上記の電池

に対する要求に応える鍵となるべき材料・物質を探求

している。例えば、現行のリチウムイオン電池に多用

されているコバルトなどの希少遷移金属を含む無機材

料を、有機物に置き換えられれば、省資源や低コスト

化に繋がり得る。リチウムそのものにも資源の偏在な

どの問題があり、ナトリウムで代替できれば資源量の

制約からは逃れられる。二価のイオンであるマグネシ

ウムを上手く利用できれば電池の高エネルギー密度化

が図れるかも知れない。水素化物で新しい電池系が構

築できないか、とも考えている。以上のように、既存

の電池材料に代わる新しい材料系の可能性を追究して

いる。 

 今年度の研究課題としては以下を想定している。

(1) リチウムに代えてナトリウムやマグネシウムなど

を用いた電気化学デバイス、(2) レアメタルなど希少

資源を用いない有機物による電池材料、(3) その他現

行のリチウムイオン電池を代替するポストリチウムイ

オン電池、(4) 新しい電池系構築を指向した水素貯蔵

材料・水素化物の探索と、その性能評価・構造解析。 

 

次世代燃料電池研究グループ 

（Advanced Fuel Cell Research Group） 
研究グループ長：五百蔵 勉 

（関西センター） 

概 要：  

 次世代の燃料電池に資する新技術に関する基礎技術

研究を進めるとともに、新たなコンセプトの萌芽的研

究テーマに取り組んでいる。高い耐酸化性を有する酸

素欠損型チタン酸化物を担体に用いたカソード触媒の

開発を継続して行い、実セル環境においても従来触媒

に比べ高い高電位耐性と安定性を実現できることがわ

かった。一酸化炭素（CO）酸化活性の高い新規な有

機錯体系アノード触媒の開発についても継続し、酸溶

液中では錯体の安定性が中心金属に強く依存すること

を明らかにした。また、錯体触媒合成のスケールアッ

プ手法についても検討し、条件最適化を行った。亜鉛

-空気電池の可逆空気極触媒としてペロブスカイト型

酸化物とカーボン担体の複合化手法の検討を行い、ボ

ールミルによる複合化条件を見出した。レドックスメ

ディエータを用いた新規なレドックスフロー電池型の

システムに関する開発を行い、新型セル・電解液反応

再生槽を結合することで間接的に燃料電池と同等に機

能するシステムとなり得ることがわかった。この他、

固体高分子形燃料電池・水電解可逆セルに関する高性

能酸素極触媒の開発、非白金錯体系酸素還元触媒材料

の開発、アルカリ形燃料電池用触媒材料の開発、アニ

オン交換膜型燃料電池における炭酸イオン挙動の理論

的解析に関する研究等を行った。 

 

蓄電デバイス研究グループ 

（Advanced Battery Research Group） 
研究グループ長：小林 弘典 

（関西センター） 

概 要：  

 電動クリーンエネルギー自動車の利便性向上のため、

十分な信頼性・安全性を兼ね備えた高エネルギー密度
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の蓄電池が必須であることから、当研究グループでは、

「(1)高性能蓄電デバイスの研究」並びに「(2)車載用

リチウムイオン二次電池の劣化機構の解明および劣化

抑制手法の開発」に取り組んでいる。(1)に関連して、

リチウム系を中心とした新規電極材料の開発並びに新

型蓄電デバイスの創製に関する研究を行ってきた。リ

チウム系負極としては、粘度よりも還元安定性がイオ

ン液体中でのデンドライト状 Li 析出抑制の重要な因

子であることを明らかにし、VC フリーの電解液中で

も充放電試験時にデンドライト状析出抑制を可能にす

る手法を見出した。また、リチウム系正極としては、

活物質重量当たり650mAh/g を示す新規な非晶質金属

多硫化物 TiS4を見出した。(2)に関連して、車載用リ

チウムイオン二次電池の劣化抑制手法の開発に取り組

んできた。被覆材料の種類による正極活物質上の被覆

層の構造や組成の違いを可視化することで、表面被覆

の電池寿命改善への効果とメカニズムの解明に成功し

つつある。また、共通基盤技術として車載及び定置用

蓄電池について各種試験を実施することで国際標準化

を見据えた技術開発を実施してきた。 

 

電池システム研究グループ 

（Battery System Collaborative Research Group） 
研究グループ長：境 哲男 

（関西センター） 

概 要：  

 本研究グループでは、企業との資金提供型共同研究

を実施しており、多様な専門化から構成される連携チ

ームを結成して、新材料開発とそれらの高度解析、電

池システムでの性能実証、安全性評価までを総合的に

推進し、その中で基礎から応用までを総合的にマネジ

メントできる研究開発人材の育成を図っている。1) 

開発した La-Mg-Ni 系積層型合金負極（国際特許取

得）の大型電池での性能実証。ファイバー型ニッケル

正極の連続製造プロセスの開発と大型電池での性能実

証。2) 高容量シリコン系負極のポリイミドバインダ

や SUS 箔集電体などを開発して、60℃での、10C 率

（1/10時間放電）で、3000サイクルの寿命を実証。ま

た、釘刺し試験で発火しにくいことを実証。また、高

容量な Li 鉄シリケート系正極や有機イオウ系正極を

開発して、1Ah クラス電池を試作し、過充電試験で

も発火しないことを実証。3) 磁場勾配 NMR を用い

て、リチウムイオン電池セパレータと電解液・電解質

との相互作用状態を調べ、リチウム塩の解離やカチオ

ン易動度に影響する因子を解明。4) 開発した FTA
アニオン系イオン液体を用いたモデルセルを試作し、

有機溶媒電解液を上回る出力特性を実証。また、開発

した低融点の LiFTA 塩を、リン酸鉄リチウム正極電

池に適用し、100℃以上でも良好に作動することを実

証。5) 金属多孔体上に緻密なパラジウム系合金薄膜

をめっきした水素分離膜と、400℃以上での耐久性を

有するメタノール水蒸気改質触媒を組み合わせたリア

クターを開発して性能実証。6) キャピラリー電気泳

道動を基本とする各種解析手法を構築して、燃料電池

触媒の劣化関連物質を解明。 

 

デバイス機能化技術グループ 

（Photonic Device Application Group） 
研究グループ長：谷垣 宣孝 

（関西センター） 

概 要： 

 持続可能社会実現のため、主に家庭やオフィスにお

ける省エネルギーに資する光デバイスの開発を目標と

する。無機材料技術、有機・高分子材料技術、材料プ

ロセス技術、光計測技術、理論解析を駆使して、光デ

バイス研究を進める。(1)有機・高分子材料の分子配

向に着目した光－電気エネルギー変換素子（有機 EL
素子、有機薄膜太陽電池）の開発、(2)ガラス材料等

を用いたサブ波長構造を持つ光機能デバイス（屈折・

回折素子、反射防止レンズ、拡散・導光など）の開発、

(3)大容量光データ記録のための二光子吸収材料の研

究、(4)可視光通信やセンサを志向したプラズモニッ

ク波長フィルタの開発、(5)ナノ構造制御した希土類

含有酸化物蛍光体の開発、(6)磁気共鳴イメージング

における雑音低減などの計測技術の研究等を行ってい

る。省エネルギー、省資源に貢献するデバイス技術と

ともに、製造プロセスの省エネルギー化についても取

り組んでいる。また、光マネジメント技術をベースに

して未利用の光を効率よく使う技術についても検討し

ている。 

 

ナノ機能合成グループ 

（Synthetic Nano-Function Materials Group） 
研究グループ長：清水 洋 

（関西センター） 

概 要： 

 ナノテクノロジーをベースとして、ナノ空間の制御

による材料の高機能化や新材料の開発を行い、実用的

なモジュール、デバイス化技術も含めた総合的な研究

開発を旨とした活動を行っている。具体的には、(1)

金属酸化物による新規かつ実用性に優れた熱電材料と

モジュール化技術の研究開発、(2)ナノ細孔を持つシ

リカ粒子の内部修飾による新たな高機能材料の研究開

発、(3)液晶性材料の独自の特徴を生かした新規なエ

レクトロニクス応用を目指した研究開発、(4)金ナノ

粒子やナノカーボンから金属酸化物に至る種々の材料

系における機能性ナノ集合構造の構築と応用技術の研

究開発、(5)革新的水処理技術の開発等により新たな

省エネルギー、新エネルギー技術の研究開発を通して

新産業創出を目指す。また、関西地域のナノテクノロ
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ジー研究開発の尚一層の促進と新産業創出に貢献すべ

く、地域的視野から国際的な視野に至る広範な視野の

中で新たな情報発信拠点として材料創製及び機能シス

テム創製のための独自の研究活動を展開している。 

 

高機能ガラスグループ 

（Advanced Glass Group） 
研究グループ長：赤井 智子 

（関西センター） 

概 要： 

 民生のエネルギー技術開発の中で照明の省エネルギ

ーは重要な課題となっている。その中で高効率蛍光ラ

ンプに用いられるレアアースの資源問題は重要な課題

であり、その使用量低減化技術の開発は重要である。

また、普及がはじまりつつある、固体照明においてよ

り高性能を達成するためエネルギー効率を向上させる

部材の開発、材料設計基盤技術の開発は重要である。 

 照明の省エネルギー・省資源を目的として、当グル

ープでは、(1) 希土類を使用する高効率蛍光ランプ用

蛍光体の使用量低減技術、(2) LED 照明用蛍光材料、

材料設計基盤技術の開発を行っている。またさらなる

省エネを達成するために蓄光材料の開発も行っている。

ランプ用蛍光体技術として、昨年度まで開発した高磁

場勾配磁選法により、実際の市中から回収された廃蛍

光体から緑色蛍光体 LaPO4:Ce, Tb が分離できるこ

とを示した。また、高効率に発光するシリカをスラリ

ー中に分散させ、蛍光体の30-40%の輝度で発光する

シリカ膜を作製した。蓄光ガラス複合体については、

高輝度を達成するために光線追跡を用いてシミュレー

ションする手法を確立した。 

 

エネルギー材料標準化グループ 

（Research Group for Standards of Energy-related 
 Material） 
研究グループ長：境 哲男 

（関西センター） 

概 要： 

 エネルギー材料標準化グループは、燃料電池・水

素・蓄電技術の円滑な社会への普及を目指して、それ

ら各技術に関わる材料及び応用システムの標準化・規

制整備・安全性確保に資するべく、その裏付けとして

必要な基礎データの取得を推進する。 

 燃料電池技術に関しては、日本電機工業会と連携し、

マイクロ燃料電池等の標準化推進に必要な評価を実施

するとともに、燃料電池の評価に資する研究開発を行

っている。水素技術に関しては、水素貯蔵材料の特

性・耐久性に関する検討、水素製造用シフト反応触媒

の研究開発、水素利用脱硝技術に関する研究開発を行

った。蓄電池技術に関しては、蓄電デバイス研究グル

ープ及び技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研

究センターと連携して、リチウムイオン電池の安全性

の標準化推進に資する研究開発を行った。熱電変換技

術に関しては、ナノ機能合成グループと連携し、熱電

変換材料及びモジュールの評価技術に関する標準化の

可能性に関する検討を行っている。 

 

イオニクス材料研究グループ 

（Ionics Research group） 
研究グループ長：谷本 一美 

（関西センター） 

概 要：  

 二次電池及び燃料電池のための新規な電池材料の創

製を目指し、リチウムイオン電池をはじめ、高いエネ

ルギー容量化及び長期でのサイクル特性に優れる二次

電池材料の開発を行い、燃料電池では高効率でクリー

ンとなる新たなアニオン膜電解質材料での固体高分子

形燃料電池への適用の可能性評価を進めている。その

中で、二次電池の新しい電極材料について、その機能

発現や機能変化の状態・形態変化を調べる計測分析法

の開発も進めている。リチウムイオン電池については、

当所が NEDO プロジェクトにて産学官連携で開発を

進めてきた鉄マンガン系酸化物正極材料を電気自動車

用途の二次電池製造を行う電池メーカーが、平成24年

度から NEDO 実用化助成事業として開始した。当研

究グループとしても、さらに実用電池システムとする

ために、電池容量材やサイクル特性の劣化などの材料

機能の変化と材料の状態・形態の変化との関連性を調

べて、さらなる高機能材料設計指針を提供できるよう

に、この実用化助成事業にも再委託先として参画し研

究を進めている。また、固体高分子形燃料電池に関し

て技術研究組合 FC-Cubic へ参画し、電池特性に密接

に係る電極触媒表面での電解質機能と状態についての

研究を進めている。 

 

⑩【環境管理技術研究部門】 

（Research Institute for Environmental 
 Management  Technology） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 

研 究部門長：田尾 博明 

副研究部門長：近藤 裕昭、田中 幹也 

 

所在地：つくば西 

人 員：60名（60名） 

経 費：836,164千円（506,930千円） 

 

概 要： 

１．部門のミッション 

 環境管理技術研究部門では、持続的発展可能な社

会の実現に向け、経済産業の発展と安全・安心な環
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境を両立させるため、産業起源の環境負荷の管理・

低減・再資源化に関する科学技術研究開発を行い、

環境技術産業の振興・創出を図るとともに環境関連

政策の立案・実効へ貢献することをミッションとし

ている。 

２．研究開発の方針 

 社会的・政策的ニーズおよび緊急性の高い研究課

題として、環境診断、環境負荷低減・修復技術、レ

アメタル等金属・化成品のリサイクル技術および地

球温暖化対策技術評価などを第3期中期における部

門の重点課題に設定し、研究を行っていく（3.参

照）。 

 産総研の他ユニットとの共同研究推進、産学官連

携による製品化と標準化研究を重点的に進める。ま

た、「製品」に繋がる「第2種基礎研究」の実践とと

もに新規技術シーズを創出する「第1種基礎研究」

を推進する。 

３．重点研究課題等 

［重点課題１］環境診断技術の開発 

 化学物質・重金属の国際規制に対応するため、製

品及び産業プロセスにおける有害物質の迅速検出法

を開発し、標準化を行う。また、生物応答に基づく

有害性のスクリーニング技術を開発する。さらに、

環境修復技術に必要な、分析効率（スピード・コス

ト・労力）を現状比5倍以上に向上させた環境微生

物の迅速検出法を開発する。これらの技術開発を通

して、将来、誰もが容易に身の回りの生活環境情報

にアクセスできる社会、自然の浄化機能を活かした

安全で安心な社会、生体診断やトキシコゲノミクス

など次世代の環境診断産業において国際競争力を有

する社会の創出に貢献する。 

［重点課題２］環境負荷低減技術、修復技術開発 

 水や大気に含まれる低濃度の環境負荷物質を、従

来比で最大4倍の総合処理効率（処理能力／エネル

ギー消費）で処理可能な浄化技術を開発する。具体

的には、ナノ空間材料や特殊反応場を利用した選択

的吸着技術、触媒技術等を活用して、反応選択性や

効率の向上を図る。また、残留性有機汚染物質

（POPs）等難分解性物質を焼却によらずに完全に

無機化できる反応技術、さらには有価物への変換技

術を開発する。また、太陽光や植物等の自然界が有

する環境浄化能力を促進、拡大強化することにより、

環境負荷が少なく、オンサイトでも利用可能な土壌、

水、空気の環境修復技術を開発する。例えば、これ

まで困難であった低濃度広域汚染サイトや複合汚染

サイトの低環境負荷型浄化・修復を可能とするため

に、既存法に比べて除去コストを1/4に縮減する浄

化技術を開発する。 

［重点課題３］レアメタル等金属・化成品の有効利

用・リサイクル技術の開発 

 レアメタル等の有用な材料の安定供給に資するた

め、使用済み電気・電子製品等の未利用資源を活用

する技術を開発する。具体的には、金属や化成品の

回収・リサイクル時における抽出率、残渣率、所要

段数、利用率等の効率を50%以上向上させる粒子選

別技術、元素レベルでの分離精製技術及び精密反応

技術を開発する。 

［重点課題４］地球温暖化関連物質の環境挙動解明と

二酸化炭素対策技術評価 

  二酸化炭素の海底下地層貯留技術や海洋中深層隔

離に必要な環境影響評価のため、二酸化炭素の漏え

いや注入を想定した室内実験等により、微生物活性

や、炭素等の親生物元素の挙動等、物質循環の駆動

にかかわる過程へ与える影響について評価手法を開

発する。また、環境影響を最小限に抑えた、生態系

内炭素貯留を可能とする、森林や海域内生態系の炭

素固定メカニズムの解明とその強化方法、モニタリ

ング及び環境影響評価技術を開発する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

標準基盤研究 

「水中ふっ素化合物の定量のための流れ分析法」 

「溶存酸素測定に基づく光触媒及び応用材料の環境浄化

性能の評価手法の開発」 

「工場排水中のクロム（III）とクロム（VI）の分別定

量法」 

戦略予算 

「戦略メタル国内資源循環プロジェクト」 

「アジア戦略「水プロジェクト」」 

「高精度温室効果ガス観測のための標準ガスの開発」 

 

外部資金： 

経済産業省 平成24年度試験研究調査委託費（地球環境

保全等試験研究に係るもの） 

「南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング」 

「センサーネットワーク化と自動解析化による陸域生態

系の炭素循環変動把握の精緻化に関する研究」 

 

経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「多核金属錯体の CO2多電子還元機構の解明」 

「クラスター化学に基づく（光）エネルギー変換システ

ムの研究」 

 

経済産業省 平成24年度国際標準化推進事業委託費（国

際標準共同研究開発事業） 

「ナノ・マイクロバブル技術に関する国際標準化」 

 

環境省 

「溶融塩電解精製による太陽電池用 Si のリサイクルお
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よび製造方法の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 復興促進プログラム

（A-STEP）探索タイプ 

「土壌中 VOC の太陽光による無害化処理を可能とする

光触媒式パッシブリアクターの開発に資する光触媒材料

調製」 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラムフ

ィージビリティスタディステージ探索タイプ 

「ストレス診断用簡易発光キットの試作」 

「光触媒の光物理的性質、二酸化炭素還元光触媒反応の

初期過程の解明」 

「生体分子のセンシングデバイスへ応用可能なマイクロ

流路用金型の作製技術開発」 

「エレクトロスプレー反応場を利用した繊維・紙加工技

術の開発」 

「微量元素の挙動解析のための熱分解／誘導結合プラズ

マ質量分析装置（Py/ICP-MS）の開発」 

「レーザー3次元解析法による非磁性金属ソーティング

装置の開発」 

「活性酸素表面処理装置の開発と医療用減菌器への応

用」 

 

その他（国立大学法人東京大学） 

「残留性有機フッ素化合物群の全球動態解明のための海

洋化学的研究」 

 

その他（国立大学法人東京大学） 

「大気環境物質のためのシームレス同化システム構築と

その応用」 

 

その他（国立大学法人名古屋大学） 

「フィードバックパラメタリゼーションを用いた詳細な

ダウンスケールモデルの開発と都市暑熱環境・集中豪雨

適応策への応用」 

 

その他（国立大学法人広島大学） 

「製鋼スラグと浚渫土により造成した干潟・藻場生態系

内の物質フローと生態系の評価」 

 

その他（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機

構） 

「平成24年度貿易投資円滑化支援事業（実証事業・鉱物

資源案件）における技術改良試験に関する委託」 

「平成24年度海底熱水鉱床採鉱技術開発等調査に係る選

鉱・製錬技術調査研究（選鉱基礎研究）」 

 

その他（民間受託） 

「1,4-ジオキサンの分解特性に関する研究開発」 

「マイクロナノバブルによる環境対応型半導体ウエハ洗

浄装置の開発」 

「石綿含有震災廃棄物無害化及び廃棄物再資源化処理の

実証研究開発」 

「光触媒建材を用いた NOx 浄化に関する研究」 

 

文部科学省 機関補助金 

「国際共同研究の推進 アジア GEO Grid イニシアチ

ブ」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 

「インドにおける医薬品及び薬剤耐性菌環境汚染状況」 

「海洋科学トレーサの組み合わせによる南大洋における

人為起源二酸化炭素吸収量の見積もり」 

「選鉱・製錬技術を用いた2次電池からのレアメタルの

分離と回収」 

「酸素安定同位体連続観測と群落多層モデルを用いた森

林生態系の呼吸・光合成の分離評価」 

「垂直細孔配列メソ多孔体膜付着グラフェンナノ複合体

／複合膜の創製」 

「温室効果ガス観測衛星「いぶき」による発生源解析の

ための局所 CO2輸送モデルの開発」 

「放射性降下物大気輸送モデリングと移行過程の理解」 

「心臓組織におけるストレスホルモン様化学物質評価系

の構築」 

「降水試料濾過フィルターを用いた元素状炭素粒子の現

在・過去の地表面性沈着量評価」 

「希薄溶液による廃棄物含有貴金属の溶解に関する研

究」 

「乾性沈着表面抵抗の定量法の開発」 

「ハイブリッドゲルによる新規陰イオン吸着剤の開発」 

「未知環境微生物群の機能強化による重金属汚染土壌の

オンサイト修復技術」 

「スマートパーティクルセンシングデバイスの開発」 

「分子制御による融合マテリアル形成の計算学シミュレ

ーション」 

「陸上植物活動における酸素、二酸化炭素交換比の精密

観測と呼吸、光合成量の分離評価」 

「健康影響が懸念される PM2.5粒子状物質のわが国風

上域での動態把握」 

「海洋における真の密度測定」 

「富栄養化内湾堆積物における異種微生物間長距離細胞

外電子伝達の実証」 

「白金族抽出における外圏サイズ認識効果の解明及び新

規分離試薬開発」 

「アロステリック電気化学アプタザイムに基づく高感度

遺伝子センサ」 

「ヒマラヤ氷河融解によるガンジス河生態系への影響評

価研究」 

「光学活性超原子価ヨウ素による不斉酸化反応の機構探

究に基づく展開」 
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「生体環境高分子の動的立体構造分析技術の研究」 

「グラファイト状窒化炭素の構造制御と光触媒性能の向

上」 

 

その他（財団等助成金） 

「ナノ空間を利用した高リサイクル鋳物砂による無機系

砂型鋳造技術の高度化」 

「大風量低濃度排ガス用直接加熱式吸着回収装置の研究

開発」 

「代替フロンの加水分解反応速度再評価と省エネルギー

処理システムの提案」 

「都市型ブルーカーボン：新たな沿岸海域炭素循環像の

構築」 

「ソーシャルネットワークサービスを活用したスマート

センサによる住宅環境管理システムの開発」 

「光触媒による高塩濃度中細菌の処理機構の解明」 

「増えずに生き続ける代謝経路戦略―地球炭素循環の鍵

を握る微生物新機能―」 

「東日本大震災による海洋生態系への影響調査に関わる

情 報 共 有 ネ ッ ト ワ ー ク （ Marine Ecosystem 
Assessment Network in Tohoku : MEANT）構築の推

進事業」 

「マイクロバブルアシスト型光触媒反応による難分解性

物質汚染水浄化技術の開発」 

「アルミニウム資源循環の高度化を目的とする建材スク

ラップ選別技術の研究」 

 

発 表：誌上発表150件、口頭発表353件、その他42件 

--------------------------------------------------------------------------- 
計測技術研究グループ 

（Measurement Technology Research Group） 
研究グループ長：鳥村 政基 

（つくば西） 

概 要： 

 従来の環境計測技術にバイオ・ナノ技術を融合させ

た次世代環境診断技術を開発するため、その基盤とな

る分析装置、センサ類の試作と性能評価を実施してい

る。平成24年度は、１）有害試薬を使わない重金属類

等のモニタリング法として試作したオンライン連続監

視システムについて、環境試料を用いた性能評価を行

った。また、環境負荷として重要な石炭中微量重金属

の分析法の国際標準化に向けて、産総研コールバンク

の石炭について種々の元素分析データをさらに蓄積し

た。２）オンサイト型計測法として土壌・地下水の重

金属や環境基準濃度レベルの VOC が測定可能な振動

子センサの機能向上を図った。３）測定対象遺伝子の

存在により自ら電気信号を発現する遺伝子プローブの

高性能化と、複数遺伝子の同時計測デバイスの実用化

を推進した。また、性ホルモン様化学物質の生体影響

等を計測するための生物発光プローブの大幅な改良を

行い、簡易測定キットなどに組み込み可能な高い性能

のプローブ開発を達成した。４）質量分析装置を利用

した環境微生物の迅速識別法の汎用性を高めるために、

測定試料調製の手順を簡便化し、識別用データベース

で利用できる標準マススペクトルのデータ数を大幅に

増やした。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2 

 

未規制物質研究グループ 

（Potential Pollutants Group） 
研究グループ長：忽那 周三 

（つくば西） 

概 要： 

 未規制物質研究グループは、化学物質の環境対策の

指針を構築するために必要な、化学物質の環境分析法

の開発、環境動態の解明（環境分析、関連物理化学定

数の測定・推算）および有効利用・無害化のための反

応系の開発を行う。 

 平成24年度は、国際的な規制物質である PFOS 等

残留性有機フッ素化合物群（PFASs）について、こ

れまで継続してきた国際合同調査航海等により地球規

模で環境試料を採集した。採集試料の分析・解析をす

すめ、外洋海水、河川、降雨中等の PFASs の濃度分

布、経年変化データを得た。また、光化学大気汚染等

に関わるアルデヒド類の沈着または反応について、そ

れらの速度等に及ぼす水の影響を調べるため、吸着平

衡定数、物質移動係数等を室内実験により測定し、水

和反応の平衡定数と速度および反応機構を理論計算に

より推定した。反応系の開発では、二酸化炭素光還元

の反応効率の高い多核金属錯体について、ルテニウム

－レニウム複核錯体のユニット間の電子移動を時間分

解分光法により測定した。その結果、比較的高速の電

子移動が起きていること、および通常考えられている

過程に加えて光増感部の光励起により直接電荷分離が

誘起され、触媒部の1電子還元状態が生成する過程が

存在することを見出した。 

研究テーマ：テーマ題目7 

環境分子科学研究グループ 

（Environmental Molecular Science Group） 
研究グループ長：脇坂 昭弘 

（つくば西） 

概 要： 

 分子・クラスターの構造・反応特性、粒子（ナノ粒

子、微粒子、エアロゾル）の生成・分散・分離・複合

化過程に関する物理・化学的研究法を確立し、「レア

メタル等金属のリサイクル技術の開発」、「環境診断技

術の開発」、「環境負荷低減技術の開発」に貢献する基

盤技術に関する研究を行った。具体的には、1.極微小

液滴の物理・化学的特性の解析、2.レアメタルの分

離・回収に適用可能な配位高分子材料の開発、3.水和
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分子クラスター構造解析法の大気化学への応用、4.化

学物質の人体への影響評価に資するたんぱく質立体配

座コード構造データの集積、5.光エネルギー変換シス

テムの構築に資するナノ材料の開発、6.エレクトロス

プレー反応場（極微小液体反応場）制御法の開発に関

する研究を行った。この内、エレクトロスプレー反応

場は繊維加工技術として、また、たんぱく質立体配座

コード化は医薬品評価技術として、実用化を目指した

研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目8 

 

環境負荷制御研究グループ 

（Environmental Purification Technology Research 
Group） 
研究グループ長：根岸 信彰 

（つくば西） 

概 要： 

 有害化学物質リスク削減を目的として、1）空気・

水・土壌等の環境中汚染物質・有害化学物質の光分解

除去とその機構解明、及び環境浄化材料やシステム開

発の実施、2）低温プラズマと触媒の複合化システム

におけるシナジー効果の機構解明、3）光触媒材料の

性能試験方法の標準化、を行った。1）海水中細菌の

光触媒による殺菌効果を調べたところ、光触媒作用に

よる残留塩素の生成が確認され、これが殺菌効果を高

める因子となることを発見した。また、可視光応答光

触媒であるグラファイト状窒化炭素の比表面積増大手

法を開発した。2）低温プラズマを用いたアンモニア

合成に最適な水素：窒素の混合比を検討し、従来のハ

ーバーボッシュー法の化学両論比とは異なり、窒素リ

ッチ条件が有効であることが分かった。また、低温プ

ラズマと触媒を複合させたアンモニア合成を検討し、

ルテニウム系の触媒が有効であることが分かった。

3）溶存酸素測定に基づく光触媒および応用材料の環

境浄化性能評価方法の開発に関する JIS 案および

ISO 案を作成するための委員会を設置し、WG およ

び委員会において決定された試験容器、試験装置構成、

試験条件を基にラウンドロビン試験を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目3、テーマ題目6、テーマ題目9 

 

吸着分解研究グループ 

（Adsorption and Decomposition Technology 
 Research Group） 
研究グループ長：加茂 徹 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループは、吸着技術や分解技術を駆使して

VOC や廃プラスチック等による環境負荷を低減する

ための革新的な技術やシステムの開発を目指している。 

 混合炭酸塩共存下での水蒸気ガス化では、試料は溶

融炭酸塩の液面で急速熱分解され比表面積の大きなチ

ャーが生成した。試料粒子が小さい場合には反応は粒

子内でほぼ均一に進行し、粒子が大きい場合には外層

内で進行した。ポリ塩化ビニルの熱分解における塩素

回収法として窒素含有プラスチックとの共処理あるい

は水スクラバーの2つの手法を検討したが、前者では

副生タールの生成量が多く後者では圧力変動が激しく

実用化は難しく、ガスを水タンクに吹き込むことが最

適であった。 

 新興有機性汚染物質（PPCPs）に対する層間疎水

化粘土の吸着挙動を調べた結果、PPCPs の吸着性が

マトリクスの存在下で促進される現象を発見した。ま

たグラフェンを原料にした光触媒の高効率化を図るた

め、交互積層法を用いて複合膜状触媒を作成した。単

糖類等のバイオマス由来物質から、有機・無機テンプ

レート剤を用いた水熱合成により、炭素ナノ構造体を

合成した。ナノ構造体の細孔サイズや細孔壁厚を数

nm のレベルで精密に制御するには、精密な温度制御

が重要であった。溶融アルカリ共存下での表面処理に

よる防食技術を検討し、従来のゾル・ゲル法を改良し

たシリカコーティングが有効であることを見出した。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

浄化機能促進研究グループ 

（Advanced Remediation Group） 
研究グループ長：黒澤 茂 

（つくば西） 

概 要： 

 有害化学物質によるリスク削減のために、省エネ・

低環境負荷型土壌修復技術の研究と、省エネ・低環境

負荷型排水・廃液処理技術の研究を行っている。 

1） 省エネ・低環境負荷型土壌修復技術の研究では、

自然が持つ浄化能力を強化した環境修復技術の開発

を目指す。微生物による汚染土壌対策では、重金属

汚染土壌において生物学的な重金属の還元反応（固

定化）が起こることを明らかにした。また金属還元

に関わる新規な微生物を複数分離培養することに成

功した。震災対応研究として、東日本大震災による

津波で打ち上げられたヘドロの嫌気生分解性の評価

を行った。植物の汚染土壌対策への利用に関しては、

放射性セシウムにより汚染された土壌に対する適用

を試みたが、実効的ではないことを明らかにした。

また、坦子菌類の除染への利用についても検討し、

有用性を確認するものの土壌栽培が困難である等、

実用化への課題を明らかにした。 

2） 省エネ・低環境負荷型排水・廃液処理技術の研究

では、重金属を含むスラッジや有機汚染泥の削減が

できる排水・廃液処理技術の確立を目指す。本年度

は、濃厚なメッキ廃液をフェントン酸化と酸化物沈

殿処理した処理液を低濃度なメッキ排水と混合して
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処理するため、メッキ排水の処理を検討した。さら

に、廃液の処理液を加えたメッキ排水について、フ

ェントン酸化と光酸化を併用することにより、

COD 成分を除去するとともに、排水中の重金属に

対し含水率60%以下の重金属酸化物沈殿を生成する

技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目3 

 

リサイクル基盤技術研究グループ 

（Advanced Recycling Technology Research Group） 

研究グループ長：大木 達也 

（つくば西） 

概 要： 

 戦略メタルの安定供給に資するため、未利用の人工

及び天然資源を対象とした物理選別技術を開発した。

リサイクル技術と生産技術の融合を目指した戦略予算

「戦略メタル国内資源循環プロジェクト」を推進し、

「戦略的都市鉱山研究拠点」準備室の開室に向け、体

制を整備した。また、プリント基板から従来の銅・貴

金属等に加え Ta コンデンサを回収可能にする「複管

式気流選別機」「傾斜弱磁力磁選機」の一般販売を開

始、茨城県の都市鉱山拠点であるリサイクラに実用導

入を果たした。蛍光体については、高勾配磁選機用の

新規マトリックスを開発するとともに、レアアース蛍

光ランプのみを回収する装置を試作し、80種類につい

て識別可能であることを確認した。一方、レーザー3

次元解析法によるソーティング技術では、携帯電話の

Ta 含有量に基づき92%以上の精度で、国内7箇所の廃

車 Al スクラップ施設で94%以上の精度で共通使用可

能なシステムを各々開発した。海底熱水鉱床に関して

は、我が国研究機関に標準試料を配布するハブ機能を

果すとともに、鉱物特性 MAP と選別特性 MAP を作

成、また、海底選鉱機の改良を行い、模擬混合試料に

ついて分離効率70%以上を得ることに成功した。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 

金属リサイクル研究グループ 

（Metals Recycling Group） 
研究グループ長：田中 幹也 

（つくば西） 

概 要： 

 近年、途上国の急速な経済成長による金属資源の枯

渇懸念や価格高騰を背景に、金属循環型社会の構築が

重要課題となっている。当グループでは、これを実現

するための技術の確立に貢献することを目指して、溶

媒抽出法や吸着法等の湿式法、および溶融塩を用いた

電解法に関して、省エネルギー的で高選択的な金属分

離回収技術の開発を行ない、一次資源（天然鉱石）お

よび二次資源（使用済み製品、廃棄物）からの金属回

収に関する新規プロセス、新規手法を提案することを

目標としている。今年度は、ネオジム磁石廃棄物を対

象とした希土類元素の回収、希土類元素高選択性吸着

剤の開発、溶融水酸化ナトリウム中での廃超硬工具か

らのタングステン電解酸化溶解、溶融塩電解精製によ

る太陽電池用 Si のリサイクルおよび製造方法の開発

等について研究した。 

研究テーマ：テーマ題目4 

 
大気環境評価研究グループ 

（Atmospheric Environment Research Group） 
研究グループ長：村山 昌平 

（つくば西） 

概 要： 

 当グループでは、大気環境における観測・シミュレ

ーション技術を基盤として、持続可能な社会の実現を

めざし、森林生態系の炭素固定メカニズムの解明とそ

のモニタリング技術、産業活動の環境影響評価手法及

び地球温暖化防止のための対策評価手法の開発に関す

る研究を行っている。 
平成24年度は、岐阜県高山市の冷温帯落葉広葉樹林及

びタイの熱帯林において炭素収支観測を継続するとと

もに、観測サイト及びデータ処理への情報通信技術の

導入、異種データとの統合システムの構築を進めた。

定期航空機で観測された CO2濃度分布を用いて CO2

放出・吸収源の推定を行ったところ、特にアフリカ熱

帯域の推定が変更され、全球平均の推定誤差は25%縮

小した。日本の風上域における PM2.5組成の特徴に

ついて、金属成分比分析等を行い、発生源情報の抽出

を行った。降水濾過フィルターを用いた元素状炭素の

沈着レコードの復元を開始した。南大洋で観測したエ

アロゾル粒子数の濃度変動に関して、硫化ジメチルか

らの中間生成物に関する濃度と生成速度を再現する数

値実験を行い、観測された日変動は、既存粒子への中

間生成物の凝結だけでなく蒸発の影響も受けている可

能性を示した。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

海洋環境評価研究グループ 

（Marine Environment Study Group） 
研究グループ長：鈴村 昌弘 

（つくば西） 

概 要： 

 海洋環境評価研究グループは、海洋を利用した産業

活動が環境に及ぼす影響や効果を評価する手法を開発

することにより政策策定の根拠としうる知見の提供を

目的としている。平成24年度は、温室効果ガス排出抑

制技術として期待される二酸化炭素の回収貯留

（CCS）技術に関わる環境影響評価に向けて、高水

圧下の深海における原核生物への影響を評価する高圧

試験システムの構築、高二酸化炭素環境が海洋有機物
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の生成・分解プロセスに及ぼす影響の評価、英国にお

ける海域二酸化炭素放出実験を行ってきた。合わせて

沿岸海洋生態系の創生による大気二酸化炭素削減と沿

岸環境浄化技術の評価として、製鋼スラグを用いた藻

場・干潟造成技術に関わる擬似現場実験を実施した。

スラグの化学特性、栄養塩・微量金属の挙動およびメ

タゲノム解析を進めてきた。また沿岸生態系の物質フ

ローに関連して、閉鎖性水域の堆積物－海水間での酸

素、窒素、鉄、硫黄の循環を制御する酸化還元反応の

評価を行い、微生物による遠隔電子伝導の効果と鉄含

有半導体鉱物の役割について知見を得た。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

水環境工学研究グループ 

（Hydro-environmental Technology Research Group） 
研究グループ長：清野 文雄 

（つくば西） 

概 要： 

 水環境工学研究グループは、第2期中期目標期間に

おいて水環境を浄化・修復・保全する新しい水処理技

術を実現するための基盤を確立することを目標として

いる。より具体的には、(1)シクロデキストリン、ナ

ノシート等を利用した有害化学物質の吸着回収技術、

(2)水素、触媒等を利用した硝酸の還元無害化技術、

ならびに(3)マイクロバブル、オゾン等を用いた酸化

無害化技術をターゲットとして、それらの特性を徹底

的に解明し、実用化技術の開発へ向けた基礎データを

構築するものである。 

 有害化学物質の吸着回収技術の研究では、市販品の

α-, β-及びγ-シクロデキストリンポリマーを用いて、

濃度1～50ppm のジオスミン水溶液で吸着実験を行い、

β-及びγ-シクロデキストリンポリマーがジオスミンの

吸着に有効なことを確認した。吸着除去率はαでは約

60%、βとγでは約99%であった。また、ナノシート

LDH とゼオライトを複合した新規吸着剤の開発にお

いて、ゼオライト成分の改質を目的に適当な処理を施

すと、複合体内の LDH 成分の陰イオン吸着能が、改

質前に比べて飛躍的に向上することを見出した。 

 水素、触媒等を利用した還元無害化技術の研究では、

混合ガスマイクロバブルを用い、システムを高度化す

ることにより、通常の気泡を使用する場合と比較して

反応速度を格段に向上させることに成功した。また、

副生成物である NH4
+低減を図るために最適な触媒の

成分構成比や二次構造を検討し、その結果、触媒の

Cu/Pd 元素比の調整とシステム運転条件の最適化に

より NH4
+濃度を従来の4ppm から1.5ppm まで低減

させた。 

 マイクロバブル、オゾン等を用いた酸化無害化技術

の研究では、難分解性有機排水の処理に加えて、下水

汚泥の処理における有効性を見出した。具体的には、

オゾンマイクロバブル処理により臭気の大幅な低下と

脱水性の向上が確認された。 

研究テーマ：テーマ題目12 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］分野重点課題：水質監視用スマートセ

ンシング技術に関する研究 

［研究代表者］鳥村 政基（計測技術研究グループ） 

［研究担当者］長縄 竜一、佐藤 浩昭、中里 哲也、 

青木 寛、野田 和俊、愛澤 秀信、 

谷 英典、後反 克典、黄 昱 

（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の環境計測技術にバイオ・ナノ技術を融合させた

スマートな水質監視用の計測技術を開発するため、その

基盤となる分析装置やセンサ類の開発とその性能評価を

実施する必要がある。水中の毒性量を評価する水質監視

技術確立のため、毒物応答速度や再現性が悪い魚等を利

用した既存システムに代わり、応答速度や分析誤差に優

れた生物等の分子認識系を利用した毒物センサを開発し

てきた。また、従来の機器分析技術の問題点を克服した

前処理自動化等を施した新計測技術もスマート計測の観

点では引き続き重要である。平成24年度は、ヒ素やクロ

ムなどの形態別に計測する必要が高い元素の検出技術に

関して、より迅速で高感度な測定技術を構築し、手法の

標準化等への展開を進めた。環境中微生物を迅速に検出

するためのマトリックス支援レーザー脱離イオン化法質

量分析装置を利用した分析技術についても、細胞の前処

理技術の効率化を進め、より汎用性の高い識別システム

へ発展させるためにデータベースの充実を図った。さら

に、細胞内の分子形態や遺伝子発現を利用して、化学物

質の有害性を評価するトキシコゲノミクスの分析法の確

立を目的とし、高性能遺伝子プローブおよび高密度遺伝

子センサアレイチップに基づく遺伝子発現解析システム

の構築を進めた。一方、化学物質に応答する遺伝子の発

現や分解の挙動を実際に追跡し、鍵となる遺伝子の洗い

出しにも成功した。また、高感度な水晶振動子センサを

有害物質検出技術へ適用させるため、種々の重合膜を振

動子表面に形成し、水質監視用のセンサとしての利用の

可能性を評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］毒物センサ、環境微生物、微量元素、ガ

スセンサ 

 

［テーマ題目２］分野重点課題：化学物質の生体影響解

析技術に関する研究 

［研究代表者］鳥村 政基（計測技術研究グループ） 

［研究担当者］青木 寛、金 誠培、谷 英典 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 国内外での化学物質の規制強化に伴い、多数の物質の
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生体影響評価が必須となるため、膨大な数の生体影響試

験を高速かつ分子レベルで解析するシステムの開発を推

進する必要がある。安全安心な社会の実現に向けて、製

品や産業プロセスから環境中に排出される化学物質やナ

ノ粒子等の測定、及びこれらへの暴露によって引き起こ

される体内の健康状態の変化をモニタリングすることが

できる迅速で信頼性の高い分析法が必要とされている。

このため、特定配列を持った遺伝子の存在をわずかな量

でも検知できる高性能遺伝子プローブの開発、さらにこ

れらプローブがそれぞれ異なる遺伝子配列を持ったもの

を並べて利用できる遺伝子センサアレイチップの高密度

化が必要である。また、生物が持つ酵素やタンパク質の

持つ発光機能や化学物質認識機能へ遺伝子組み換え技術

を融合することにより、環境中や生体内の化学物質やホ

ルモンを高感度にモニタリングする分析システムを開発

する。さらに、幹細胞等を利用した新しい化学物質影響

評価試験技術の開発も強く期待されており、その可能性

を最先端の分子生物学的手法に基礎を置く評価技術によ

り判断する必要がある。平成24年度は、実生体試料をタ

ーゲットとした遺伝子プローブデザインとチップステー

ジ素材の最適化によるハイスループットな遺伝子発現解

析システムの構築を進めた。また、これまで開発を進め

ていたストレスホルモン等を検出するための分子発光プ

ローブについては、さらに高感度な超高輝度生物発光酵

素を見いだすことに成功し、このプローブを利用した

種々の簡易計測応用例を蓄積することができた。また、

化学物質計測での利活用が期待されるヒト細胞等につい

て、化学物質への応答機構を理解するために、近年注目

されている機能未解明な RNA に着目しその発現や分解

の挙動を追跡することに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］分子プローブ、ストレスホルモン、可視

化、細胞 

 

［テーマ題目３］分野重点課題：自然浄化機構強化型環

境浄化技術に関する研究 

［研究代表者］根岸 信彰 

（環境負荷制御研究グループ） 

［研究担当者］根岸 信彰、飯村 洋介、市川 廣保、

堀 知行、佐野 泰三、平川 力、 

張 昕艶、西本 千郁、筒井 咲子、 

古屋 敦子（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 水中有機リン酸の光触媒への吸着については昨年度ま

でに確認し論文発表を行ったが、それらがどのように吸

着し、どのように分解するのかを解明するため、新たに

in-situ 観察を可能とした FTIR-ATR システムを組み上

げた。このシステムは UV-LED を内蔵し、UV 照射し

て光触媒表面に吸着した有機リン酸の分解過程を追うこ

とが可能である。この結果、酸化チタン表面に吸着した

グリホサートなどの有機リン酸が UV 照射により急速

に分解されることを確認した。すなわち有機リン系農薬

が水中での酸化チタンによる吸着作用に引き続いて光触

媒表面で酸化分解が起きていることを示すことができた。

汚染サイトに適合した自然の浄化機能の促進的浄化手法

に関しては、重金属類の低レベル毒性化および固定化

（還元反応）に関与する環境微生物を標的として、酸化

鉱物を電子受容体基質とする独自培養技術を用いて新規

な微生物を複数分離培養し、その金属還元能を生理学的

解析により確認した。また重金属類汚染土壌で生物学的

な重金属還元が起こることを確認した。植物による汚染

土壌の対策技術の開発においては、震災により発生した

放射性セシウムによる汚染土壌対策として、芝張りによ

る引き剥がし土壌量削減試験を行った。その結果、全体

としての削減効果を認めなかった。坦子菌類による土壌

中の放射性セシウムの除去試験では、移行係数は高いが

バイオマスが小さいため、結果として除去量の増加を認

めることは無く、実効的な除染への利用は困難と評価し

た。また、建屋について汚染調査を行った。これまで屋

根などにある放射性セシウムは、雨風によって流される

ため殆ど少ないものと言われていたが、地表面とほぼ同

程度の汚染状況にあることを初めて明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］酸化チタン光触媒、太陽光、水処理、表

面反応、微生物 

 

［テーマ題目４］分野重点課題：クリティカルメタル安

定供給に資する分離技術の開発と製品設

計への反映 

［研究代表者］田中 幹也（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、古屋仲 茂樹、西須 佳宏、 

林 直人、田中 幹也、成田 弘一、 

大石 哲雄、尾形 剛志、加茂 徹、 

小寺 洋一、半田 友衣子 

（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 都市鉱山や天然鉱山からクリティカルメタルを原料化

するには、高度な処理技術が要求される。また、都市鉱

山開発においては、併存するプラスチックの有効利用も

重要な課題である。本研究では、都市鉱山や天然鉱山等

からクリティカルメタルを採取するための選別・分離・

精製技術、これらを最適化するための評価技術の開発を

行う。さらに、都市鉱山開発において得られたデータベ

ースに基づき、製品設計の問題点を抽出し、クリティカ

ルメタルの回収がより容易な製品設計指針を提言する。

今年度は以下の3項目について研究を行った。 

(1) ハードディスクドライブ（HDD）からのネオジム

磁石回収：廃家電製品等の都市鉱山からクリティカル

メタルを濃縮するには、対象物の特性を踏まえた物理

選別技術の開発が必要となる。HDD からネオジム、
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ジスプロシウムを含むネオジム磁石を回収するため、

同磁石を内包するボイスコイルモータ（VCM）の回

収技術を検討した。既に VCM を非脱磁で回収する

3.5インチ用 HDD カッティングセパレータ（HDD-
CS）を開発、粉砕メーカーから販売しているが、こ

れを2.5インチ HDD 用に拡張するための検討を実施

した。T 社製、H 社製の100個の2.5インチ HDD につ

いて、漏洩磁気による VCM の非破壊検出の可否を検

討した結果、4個の磁気センサーを適切に配置するこ

とにより、100%検出することが可能であった。2.5イ

ンチ HDD は小型で磁石とケース表面が接近している

ため、3.5インチ HDD に比べても検出が容易であり、

HDD-CS の2.5インチへの改造は可能であると判断さ

れた。 

(2) 溶融水酸化ナトリウムでのタングステンの電解酸化

溶解：使用済み超硬工具からタングステンを溶解する

工程の簡略化を目的として溶融アルカリ中での陽極溶

解を検討した。これまでに、タングステンやタングス

テンカーバイドの溶解が可能なこと、不純物となるニ

ッケルは不溶だがコバルト等は状況によって溶解する

ことがわかっていたが、コバルトの挙動については不

明な点が多かった。そこで、新たに水蒸気分圧を制御

する装置を導入し、異なる水蒸気分圧下での各種金属

の電気化学挙動を把握した。その結果、コバルトの溶

解を促進あるいは抑制する条件を確認し、超硬工具か

らタングステンおよびコバルトを個別に回収できる可

能性を見出した。 

(3) ボンド磁石の処理：電子機器中の小型モーター等と

している広く使用されているボンド磁石の端材を穏和

な条件下で可溶化し、ネオジム磁石粉末の磁気特性を

維持したまま回収し再利用する方法を検討した。昨年

度は、メチルベンジルアルコールを用いると常圧下で

も容易にボンド磁石を可溶化できることを報告した。

今年度は、メチルベンジルアルコールよりも安価なベ

ンジルアルコールを用いた場合でも、水酸化ナトリウ

ムを添加して250℃で可溶化を行うと、約1時間でほぼ

完全に樹脂を可溶化できることを明らかにした。また

水酸化ナトリウムの添加量が多すぎると溶媒の重合に

よって可溶化率がむしろ低下することがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］都市鉱山、天然鉱山、リサイクル、クリ

ティカルメタル、レアメタル、レアアー

ス、物理選別、製錬、エコデザイン、プ

ラスチック処理 

 

［テーマ題目５］分野重点課題：二酸化炭素の生態系内

隔離とその監視技術 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］村山 昌平、田口 彰一、兼保 直樹、

古賀 聖治、前田 高尚、石戸谷 重之、

鈴村 昌弘、左山 幹雄、鶴島 修夫、

山田 奈美葉（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 陸域生態系における炭素固定メカニズムを解明するた

めに、岐阜県高山市の冷温帯落葉広葉樹林（高山サイ

ト）およびタイの熱帯林（サケラート、メクロン）にお

いてフラックス観測を継続して行い、データを取得した。

観測の情報通信化を進め、観測サイトを常時遠隔監視し、

自動的に障害発生を検出、担当者に通報する仕組みの開

発導入を重点的に実施した。各サイト内の基幹コンピュ

ータにデータを定期的に回収、二重化して保管する仕組

みを運用しつつ、そのプログラムの改修を行った。高山

サイトで得られたデータの解析を進め、CO2フラックス

と濃度の長期的変動傾向の特徴を明らかにし、その変動

要因について考察を行った。また、炭素固定メカニズム

の素過程を分離評価するために、高精度酸素濃度連続測

定装置及び CO2安定同位体比連続測定装置等の各種装

置の開発を進めた。酸素濃度測定については、高山サイ

トに開発した高精度連続観測システムを設置して観測を

開始し、日内変動や季節変動の特徴を明らかにした。ま

た呼吸と光合成で酸素濃度と CO2濃度の変化量の比が

異なることを利用して、観測結果を基に正味の CO2フ

ラックスを光合成による CO2吸収と呼吸による CO2放

出に分離する手法の検討を行った。CO2安定同位体比連

続測定装置については、従来、光源に用いていたレーザ

では長期高精度測定が困難であることが分かったため、

耐久性に優れたレーザ光源を導入し、付随する光学系の

改良を進めた。 

 沿岸域の二酸化炭素変動モニタリングや二酸化炭素海

底下地層貯留の漏洩モニタリングに適した小型・安価・

省電力な二酸化炭素分圧センサーの開発を目指し、小型

非分散型赤外分析モジュールを用いた測定装置の検討を

行った。昨年度の検討結果に基づき、試作した二酸化炭

素分圧測定装置に温度制御装置を付加し、性能評価を行

った。評価は、海水の pH のコントロール等が可能な臨

海実験施設に新たな評価システムを構築して行った。非

分散型赤外分析モジュールの温度制御により、標準ガス

の測定精度は最高で1ppm 以下に改善された。一方で、

モジュールの温度特性は大きく、1℃につき最大で

1ppm の誤差が生じる可能性が示唆された。このため、

海洋ブイなどに搭載して長期観測を行う場合には、温度

制御を行うか、随時、標準ガスによる校正を行う必要が

あることが示唆された。 

 二酸化炭素の海洋中深層隔離技術などの深海環境を利

用する事業に関して、より現実的な影響評価を行うため、

優占生物である原核生物を評価対象とした、比較的安価

で、様々な条件を検討可能な、環境影響評価研究に適し

た高圧培養装置の構築を行った。物理化学的評価より、

本装置は、水深3000m 相当までの圧力環境を長時間に

わたって保持可能であること、加圧に用いた溶媒の試料
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への混入が起こらないこと、ガス濃度維持が可能である

ことが示された。また、生物学的評価により、実験期間

中に微生物汚染が起こらないこと、モデル海洋細菌を用

いた評価により、本装置で起こりうる減圧処理が細菌細

胞に物理的影響を与えないことが示された。これらを踏

まえて、モデル海洋細菌を用いた二酸化炭素中深層隔離

の室内模擬実験を、様々な二酸化炭素濃度と圧力条件で

実施した結果、原核生物の二酸化炭素影響に強い圧力依

存性があることを実証し、従来の大気圧下での実験では

二酸化炭素影響を過大評価していた可能性を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］陸域生態系、CO2フラックス、二酸化炭

素分圧小型センサー、高圧培養装置 

 

［テーマ題目６］分野重点課題：革新的光触媒によるア

ンモニアの直接合成（分野重点化） 

［研究代表者］佐山 和弘（エネルギー技術研究部門・

太陽光エネルギー変換グループ） 

［研究担当者］根岸 信彰、佐野 泰三、金 賢夏、 

寺本 慶之、古屋 敦子 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽エネルギーより生成した水素を長距離輸送可能な

エネルギーキャリアとしてのアンモニアの合成を行った。

低温プラズマを用いたアンモニア合成に最適な水素：窒

素の混合比を検討した結果、従来のハーバーボッシュー

法の水素：窒素＝3：1の化学両論比とは異なり、窒素リ

ッチ条件（水素：窒素＝1：1.5～1：4）が有効であるこ

とが分かった。また、低温プラズマと触媒を複合させた

アンモニア合成を検討し、他の金属成分（Mo、Cu、
Ag、Pt-Ag、Pd）よりルテニウム（Ru）系の触媒が有

効であることが分かった。また、電界集中によりペレッ

トの接触点付近で強いプラズマが形成できるチタン酸バ

リウムもアンモニア合成反応に有効であることを明らか

にした。プラズマ触媒反応器を用いるアンモニア合成反

応は、温度条件の影響が大きいことが分かった。アンモ

ニア濃度とエネルギー収率ではそれぞれ2300ppm、

2.6g-NH3/kWh の成果を得た。光触媒を用いたアンモ

ニア合成の検討では、Ru を担持した光触媒粉末と紫外

光による直接アンモニア合成を試みた。酸化チタン、グ

ラファイト状窒化炭素、12-モリブド（Ⅵ）りん酸等を

ベースマテリアルとして用いた。最大で約2µmol/h/g の

アンモニア発生が検出されたが再現性に乏しく、アンモ

ニアの由来を解析する必要があると考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アンモニア合成、太陽光、プラズマ触媒、

水素利用 

 

［テーマ題目７］PFOS/PFOA 関連物質の環境動態 

［研究代表者］山下 信義（未規制物質研究グループ） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子、

今泉 明子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ペルフルオロオクタン酸（PFOA）等のペルフルオロ

カルボン酸類や、ペルフルオロオクタンスルホン酸

（PFOS）等のペルフルオロアルキルスルホン酸類およ

びそれらの誘導体（PFOS/PFOA 関連物質）は界面活

性剤等として使用されてきたが、近年その環境残留性や

生体蓄積性が懸念されている。未規制物質研究グループ

では、その環境対策の指針構築のために必要な環境分析

法の開発と標準化並びに環境分析の実施、および環境分

析等に基づく環境動態の解明、さらに分解・無害化反応

の開発に取り組んできた。このうち、環境分析に基づく

環境動態解明について、24年度は以下の成果を得た。 

 昨年度に引き続き、東京大学大気海洋研究所、ドイツ

ライプニッツ研究所とともに国際合同調査航海に参加し、

外洋海水、底質、雨水、大気試料を地球規模で採集した。

これまでに採集した試料の分析・解析をすすめ、外洋海

水中など極低濃度の PFOS/PFOA 関連物質を含む、海

洋、河川、降雨中等の PFOS/PFOA 関連物質の濃度分

布、経年変化のデータを得た。そのなかで、日本海の外

洋海水における PFOS、PFOA 等の表層海水濃度およ

び鉛直濃度分布について、過去5年間の経年変動を明ら

かにした。また、雨水中の PFOS/PFOA 関連物質濃度

分布が降雨開始後時間とともに変化することや人口密集

地域と外洋で採集した雨水の濃度分布の違い等を示した。 

 インドの共同研究者の協力のもと、ヒマラヤ氷河から

ガンジス河、ベンガル湾まで現地調査を行い、

PFOS/PFOA 関連物質の空間変動を調べた結果につい

て 解 析 を す す め 、 ヒ マ ラ ヤ 氷 河 中 に 存 在 す る

PFOS/PFOA 関連物質がガンジス河により輸送される

ことおよび汚染源と推定される地域からの河川の合流に

よる PFOS/PFOA 関連物質濃度の上昇等を明らかにし

た。 

 雪中の PFOS/PFOA 関連物質を分析することにより、

降雪後の時間経過とともに PFOS/PFOA 関連物質の濃

度分布が変化することがわかった。その原因として、太

陽光により PFOS/PFOA 関連物質が光分解する可能性

を考え、その可能性を調べるため、高山や外洋など太陽

光 の 紫 外 線 強 度 等 が 異 な る 数 地 点 に お い て 、

PFOS/PFOA 関連物質数十種類について、各物質の試

料水溶液を調製して太陽光に長時間曝露し濃度変化を調

べた。その結果、多くの PFOS/PFOA 関連物質につい

て、濃度減少を確認した。さらに、PFOS/PFOA 関連

物質から別の PFOS/PFOA 関連物質が生成することを

確認した。これらの結果は、PFOS/PFOA 関連物質が

自然環境下太陽光により分解する可能性および太陽光に

より環境内構造変換する可能性を示しており、

PFOS/PFOA 関連物質の環境残留性やインベントリの

評価に影響を及ぼす可能性がある。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］残留性有機フッ素化合物、環境分析、外

洋、インド、光分解 

 

［テーマ題目８］エレクトロスプレー反応場を用いた低

環境負荷化学プロセスの設計 

［研究代表者］脇坂 昭弘 

（環境分子科学研究グループ） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原 ひとみ、 

金久保 光央（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 エレクトロスプレーは液体を微粒化する技術として塗

装やコーティングなどに用いられている。導電性ノズル

と対極となる基板電極との間に強電場をつくり、ノズル

から液体を強電場中に導入すると、液体が電荷を持った

液滴に断片化され、基板に向かって、即ち電場方向に移

動するスプレーが形成される。このエレクトロスプレー

を高度化し、極微小液滴内で二液を混合し化学反応を制

御するマイクロリアクター技術を開発し、さらに液滴内

の反応生成物を繊維・紙・基板上に付着させる技術を開

発し、実用化の可能性を評価する研究を行った。また、

極微小液滴の表面積の割合が高い効果を利用したガス吸

着分離プロセスへの応用についても検討した。 

 エレクトロスプレーマイクロリアクター：正・負エレ

クトロスプレーを対向させ、正・負に荷電した極微小液

滴間の静電的相互作用によって両液滴を衝突・混合させ

ることができるエレクトロスプレー反応場の技術を開発

し、抗菌性を有する銀ナノ粒子等の合成に適用した。硝

酸銀水溶液とアスコルビン酸水溶液をそれぞれ正及び負

の電位のノズルからスプレーし、両液滴が静電力によっ

て衝突・混合することにより、銀イオンがアスコル分散

によって還元され銀ナノ粒子が生成することを確認した。

また、この液滴中で生成した銀ナノ粒子を気流で移動さ

せて、綿布及び綿糸に付着させることができることを確

認した。 

 エレクトロスプレー反応場で金属ナノ粒子を合成する

反応系に対して、エレクトロスプレー反応場を形成する

荷電液滴のサイズを静電レンズ系によって選別する技術

が、金属ナノ粒子のサイズ制御に有効であることを見出

した。サイズ選別効率の高い静電レンズ系として、直径

50mm の円盤の中心部に直径12mm の穴をあけた電極2

枚を静電レンズ系として使用することにより、粒径約

5µm 以下の正・負荷電液滴のみによる、反応場の形成

を可能にした。正－負荷電液滴が静電力によって衝突・

混合している領域の液滴の粒径分布をレーザー回折法で

計測したところ、粒径分布の50%粒子径は、静電レンズ

なしで12.62µm、静電レンズありで4.68µm となり、サ

イズ選別が効率よく起こっていることが分かった。この

サイズ選別により、反応体積を約1/20に制御できるため、

よりサイズの小さいナノ粒子の合成が可能になった。ま

た、コンパクトな構造のため、繊維・紙加工試作機に搭

載可能である。 

 ガス吸着分離プロセス：エレクトロスプレー法によっ

て液滴のサイズを小さく、表面積の割合を大きく、さら

に液滴表面電荷も制御できる。また、液滴の化学組成を

変えることで液滴の表面の特性も制御できる。このよう

な特徴を利用して、エレクトロスプレーによって荷電液

滴を生成・制御し、これを有害ガスの分離プロセスに応

用する研究を行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エレクトロスプレー、マイクロリアクタ

ー 

 

［テーマ題目９］イオン液体を用いた放電プラズマによ

る大気汚染物質除去法に関する研究 

［研究代表者］寺本 慶之 

（環境負荷制御研究グループ） 

［研究担当者］金 賢夏、佐野 泰三（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、イオン液体-放電プラズマ界面反応場を

用いた大気汚染物質分解を目的とした界面反応場の機構

解明へ取り組んだ。反応場では OH や N といった活性

種が非常に重要な役割を果たしていると予測されるため、

はじめにこれら活性種の計測手法の立ち上げを行った。

これまでの研究において界面反応場における活性種計測

例は極めて少なく、計測手法の信頼性を議論した例はな

い。そこで本研究では、二通りのレーザー計測法を用い

界面 OH ラジカルを計測することで計測手法の信頼性

を検討した。界面の垂直・水平方向から計測した OH
表面分布は非常によく一致していた。この結果から汎用

性の高い界面水平方向からの計測が界面活性種計測に適

した計測手法であることを定量的に示した。また、レー

ザー計測用真空リアクタを東北大学と共同で作製した。

これにより低圧下での実験が行えるため、イオン液体に

吸着したターゲット汚染物質が脱離する際の界面反応の

観測が可能となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］放電プラズマ、活性種、レーザー計測、

界面反応 

 

［テーマ題目10］大気中酸素濃度高精度測定に基づく炭

素循環解析の高精度化 

［研究代表者］石戸谷 重之 

（大気環境評価研究グループ） 

［研究担当者］村山 昌平（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中酸素（O2）濃度の経年変化の高精度（±

1ppm）観測は陸上生物圏と海洋による二酸化炭素

（CO2）吸収・放出量推定の最も有効な手法の一つであ

る。また大気中アルゴン（Ar）濃度は、大気－海洋間
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熱フラックスのトレーサとなり得ることから、Ar 濃度

を測定することにより、O2濃度に対する海洋生物起源

と熱起源の変動の分離が可能になり、O2濃度を用いた

炭素循環解析の高精度化に有用である。本研究では昨年

度の部門内萌芽研究により開発を開始した、質量分析計

を用いた大気中 O2濃度（O2/N2比）、Ar 濃度（Ar/N2

比）、CO2濃度（CO2/N2比）、O2、N2および Ar の安定

同位体比高精度同時連続観測システムを、つくば（産総

研構内）大気の連続観測と、気象庁・気象研究所が東京

-南鳥島間就航 C-130H 輸送機により採取した自由対流

圏大気試料の分析に応用した。つくばにおける連続観測

結果からは、数時間～数日スケールの短周期変動におけ

る O2濃度と CO2濃度の明瞭な負相関関係が捉えられ、

夏期におけるその変動は主として陸上生物活動起源であ

り、冬期の変動は主に石油の使用による化石燃料消費起

源であることが明らかになった。また観測された O2濃

度と CO2濃度は逆位相の季節変化を示し、さらに Ar 濃

度の明瞭な季節変化を捉えることにも成功した。観測さ

れた O2、CO2および Ar 濃度を組み合わせた解析により、

海洋起源による大気中 O2濃度季節変化に占める大気海

洋間熱フラックスの寄与は、23%と推定された。大気中

Ar 濃度観測にはこれまでに世界で2機関のみが成功して

おり、アジア域における Ar 濃度観測例は本研究が初、

連続観測による高精度の観測例は世界で2例目となる。

また、C-130H 輸送機により採取された試料の Ar 濃度

および O2、N2および Ar の安定同位体比の分析により、

試料中の大気成分に熱拡散による成分分別が重畳してい

ることを明らかにし、O2濃度に対するその影響を評

価・補正することで自由対流圏 O2濃度の詳細な変動を

観測することに成功した。本手法により O2濃度観測の

制限要因の一つである大気採取法の制限が解除されたこ

とになり、航空機その他各種のツールを用いた幅広い観

測の展開が可能になると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大気中酸素・アルゴン濃度、窒素・ 

酸素・アルゴン安定同位体比高精度観測、

全球 CO2収支、海洋生物生産、大気海洋

間熱フラックス 

 

［テーマ題目11］16S メタゲノムによる環境微生物動態

解析：製鋼スラグによる沿岸生態系創生

技術への適用 

［研究代表者］鈴村 昌弘（海洋環境評価研究グルー

プ） 

［研究担当者］鈴村 昌弘、山田 奈海葉、鶴島 修夫、 

中里 哲也、堀 知行、谷本 照己、 

木村 真人、塚崎 あゆみ、黄 昱 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、環境中の物質循環に関わる微生物（細菌）群集

の動態を解析する手段として次世代シーケンサーを用い

た16S メタゲノム解析が急速に発展してきている。メタ

ゲノム解析は、分離・培養の過程を経ることなく環境試

料からゲノムを抽出し解読する方法であり、本研究では、

製鋼スラグを用いたアマモ場・干潟造成技術への細菌

16S rRNA を標的とした解析の適用について検討を行っ

てきた。初めに製鋼スラグおよび浚渫土の混合土壌試料

中の細菌群集解析のために DNA および RNA の効率的

な抽出方法を検討した。さらに臨海実験所で混合土壌に

よって造成したアマモ場擬似現場実験を実施し、天然海

水かけ流し、1か月生育後の混合土壌を採取して分析に

供した。DNA は活性のある生細胞、休眠細胞あるいは

死細胞を含む全ての細菌の情報を有するのに対し、タン

パク質合成など細胞代謝に応じて発現し速やかに分解さ

れる RNA は生細胞のみの情報を提供すると考えられる。

スラグの混合率等により DNA および RNA に基づく解

析結果に違いが見られ、混合土壌中で活動する細菌群集

組成が環境条件によって変動することが分かった。また、

検出された門の種類に大きな違いはなく、解析結果を使

用して多様性を評価できる可能性が見えてきた。スラグ

存 在 下 で は 、 有 機 物 の 嫌 気 性 発 酵 に 寄 与 す る

Clostridiales 目あるいは硝酸還元を行う Kiloniellaceae
科が相対的に増加する一方で、硫黄代謝に関わる細菌が

減少するといった結果が得られ、微生物の群集構造の変

化が有機物や窒素、硫黄、あるいは鉄の挙動に重要な役

割を果たしていることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メタゲノム解析、スラグ、沿岸生態系、

アマモ場、環境創生 

 

［テーマ題目12］新規ホウ素吸着材の開発とその性能評

価 

［研究代表者］清野 文雄（水環境工学研究グループ） 

［研究担当者］中山 紀夫（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ホウ素の新規吸着剤の開発を目指して、基礎的な検討

を行った。現行のホウ素回収剤である N-メチル-D-グ

ルカミンには1分子当たり5つのヒドロキシ基が付いてい

る。N-メチル-D-グルカミンは D-グルコースから合成

された分子であり、N-メチル-D-グルカミンの5つのヒ

ドロキシ基の配向は、D-グルコースのヒドロキシ基の

配向と同一である。炭素鎖の長さとヒドロキシ基の配向

により多種多様な糖分子が存在する。ホウ素の吸着に最

適な糖分子を選択するため、まず、N-メチル-D-グル

カミン分子を用いて、その1,3位のヒドロキシ基にホウ

酸が結合する場合と1,2位のヒドロキシ基にホウ酸が結

合する場合とでどちらがより安定な分子となるか、量子

化学計算により比較した。その結果、1,3位のヒドロキ

シ基にホウ酸が結合した方が1.9kcal/mol だけエネルギ

ーが低いことが明らかになった。このことは、ヒドロキ
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シ基の配向が1,3-syn である方がホウ素の吸着に有利で

あることを意味する。 

 解析結果に基づき、五単糖、六単糖に属する各糖につ

いてヒドロキシ基の配向を調べたところ、D-リボース

が最適との結論が得られ、糖としてグルコースの代りに

リボースを用いた N-メチル-D-リボサミンを合成して

ホウ素吸着実験に供した。リボースからイミンを生成し、

次いで還元アミノ化してリボサミンを合成した。基材と

してはスチレン=ジビニルベンゼン共重合体を用い、ク

ロロメチル化後、吸着用分子を接合した。 

 吸着実験では、300mL3角フラスコに100ppm ホウ酸

溶液200mL を入れ、合成した N-メチル-D-リボサミン

回収剤2g を加え、30℃、160ppm で振とうした。振と

う開始後、一定時間間隔で試料をサンプリングし、ICP
でホウ素濃度を測定した。新規に合成した N-メチル-

D-リボサミン回収剤は既存の N-メチル-D-グルカミン

回収剤よりも高いホウ素吸着能を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ホウ素、吸着剤、天然代替物 

 

⑪【環境化学技術研究部門】 
（Research Institute for Innovation in Sustainable 
  Chemistry） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 
研 究部門長：柳下 宏 
副研究部門長：大森 隆夫、北本 大 
総括研究主幹：藤谷 忠博、新納 弘之、佐藤 一彦 
 
所在地：つくば中央第5、つくば西 

人 員：53名（53名） 

経 費：1,202,299千円（595,164千円） 

 

概 要：  
１．ミッションと目標 

 環境影響を考慮しつつ、持続可能な社会とそれを

支える化学産業などの進むべき方向を明らかにする

ために、「グリーン・サステイナブルケミストリー

（GSC）」が提唱されている。GSC とは、簡単に

言えば「環境に優しいものづくりの化学」である。

環境破壊の主因のように言われることもある化学だ

が、およそすべての製造業の基盤として、化学なく

して「ものづくり」はあり得ない。 

 本研究部門では、長期的視野も取り入れ GSC を

より広くとらえ、「環境共生化学」として以下の技

術課題に関する研究開発を実施する。 

1) 再生可能資源を利用する材料・プロセス技術 

2) 環境負荷物質の排出を極小化する反応・プロセ

ス技術 

3) 化学プロセスの省エネ化を可能とする分離技術 

4) 産業の環境負荷低減を図るレーザー化学技術 

5) 先端化学材料の評価技術 

  これらの技術開発に関する最終ゴールは、再生可

能資源を用いて環境負荷となる廃棄物を生み出すこ

となく、また最小のエネルギー使用量で、選択的に

目的製品を製造する技術の開発である。一方、現在

の産業技術体系は膨大な既存の開発技術の蓄積に基

づいており、産業技術転換には莫大なコストと長期

にわたる新技術導入期間が不可欠となっている。本

研究部門では、短・中期的観点から既存産業の環境

負荷低減技術及びエネルギー効率向上技術の研究開

発を、長期的観点から上記最終ゴールを目指す画期

的な産業技術の研究開発をバランス良く推進する。 
 また、産総研が産業技術向上のための公的研究開

発機関であることを踏まえ、総合研究所としての優

位性を活かしつつ、経済性・社会性を考慮した研究

開発を進めることが重要である。特に、新産業技術

創出のための核となる異分野技術の融合には、化学

技術の特徴を活かし、常に積極的に取り組むととも

に、製品をイメージした企業ニーズに適応した研究

開発を行っていく。 
２．研究の概要 

 本研究部門は、独立行政法人の存立のよりどころ

である第3期中期目標・中期計画の達成に向けて全

力を傾ける。また、本研究部門が産総研最大の化学

技術分野の研究者の集団であることも考慮して、上

記の1)～5)の5つの課題を戦略課題として選定し実

施している。 
 近年の社会・経済情勢の変化により次の3点が本

研究部門の研究開発方針に影響を及ぼしている。 
・原油価格は、今後も高止まりの状況が続く。 
・二酸化炭素等による地球温暖化問題が顕在化し、

省エネルギー技術の普及とともに循環型資源・エ

ネルギーへの転換加速がより強く求められている。 
・複数の材料メーカーとユーザーメーカーが集結し

て拠点を形成し、先端材料の性能を適切に評価す

る手法を開発・共有することが望まれている。 
このため、戦略課題の1)については、化学製品原

料の石油資源からバイオマスへの転換技術実現の加

速が求められる状況にあり、また注目が集まるバイ

オベース材料については、民間企業との協力を視野

に入れつつ、研究開発の重点化・加速化を図る。2)

は GSC の中核技術であり、産業界への技術移転を

速やかに進める観点から、第二種基礎研究における

上流から下流まで、すなわち基礎研究のシーズから

開発研究の導入部までを実施する。また、3)につい

ては研究対象を新規分離材料の開発に限ることなく、

実用化時期とその規模を見据えつつ、ニーズに合っ

た形で広く反応プロセス・分離プロセス・製造プロ

セスの省エネルギー化に関して研究開発を実施する。 
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4)については、新しい省エネルギー型レーザー表

面化学プロセスの開発に基づく製造の高効率化によ

り、産業活動の環境負荷低減に貢献するとともに、

技術研究組合次世代レーザー加工技術研究所の技術

開発に協力する。さらに5)については、次世代化学

材料評価技術研究組合で行う有機エレクトロニクス

材料等の評価・標準化技術、及び基礎解析技術の開

発に協力する。 
３．体制・運営 
１）体制・運営に関する工夫・努力 

 本研究部門は、常勤職員と契約職員及びその他外

部研究員を含めて150名以上の規模の研究ユニット

である。従って、研究部門長のみによるフラットな

組織管理・運営は困難と考え、研究グループ長を一

次管理者、研究部門長を二次管理者とする二階層に

よる組織管理・運営を基本とする。研究グループ内

の予算配分・個々の研究者の研究課題設定・外部資

金への応募等については、研究グループ長が一次判

断を行う。研究グループ内の予算・スペース・勤務

時間・各種リスクの管理も、研究グループ長が一次

管理者を務める。 
 研究部門長はライン上にある研究グループ長の一

次判断を重視しつつ、必要に応じてスタッフである

副研究部門長・総括研究主幹等の意見を聞きながら

最終決定を行う。また、研究部門長は研究グループ

間の調整を行うほか、他研究ユニットや産総研外の

組織と研究グループとの関係についても総括責任者

として調整する。副研究部門長及び総括研究主幹は

これを補佐する。以上のように、研究部門長を中心

とするラインとスタッフの役割分担と責任の所在を

明確にした形で運営を行っている。 
２）本格研究の考え方 

 本研究部門における多くの研究は第二種基礎研究、

すなわち既知の知識の融合・適用によって社会・産

業ニーズに応えようとする研究と位置付けられる。

ただし、ともすれば論文・特許等の目に見えやすく

アウトプットが現れやすい、開発研究からやや距離

を置いた位置に止まりがちとなっている。産業界へ

の技術移転を速やかに進める観点から、本研究部門

では第二種基礎研究における上流から下流まで、す

なわち第二種基礎研究のシーズから開発研究の導入

部までを実施する。また、第一種基礎研究について

は、第二種基礎研究を実施中にしばしば得られる未

知現象の原理解明を中心とし、真に新たな技術シー

ズにつながる可能性のある課題を主対象として研究

を実施する。 
３）産学連携・知的財産・成果普及・広報についての

考え方 

 本研究部門は、研究者のオリジナルな成果を核と

した技術の研究開発及びその展開を最も高い優先度

で推進する。研究課題の実施に当たっては、基本特

許となるべき発明を単独で行うことを優先し、強固

な知的財産権を確立した後、共同研究等を通じて技

術移転を行い産業化を進める。 
 一方、集中的研究実施体制が効果的と考えられる

社会・産業ニーズの大きい課題については、初期段

階から国家プロジェクトあるいは資金提供を受けた

研究コンソーシアム等を通じた共同研究体制により、

加速的に研究開発を推進する。この場合、技術シー

ズのすべてが産総研オリジナルではないケースも想

定されるが、産総研のミッションが産業技術向上へ

の直接貢献であることを踏まえ、さらなる知的財産

権の獲得を目指しつつ、技術展開における中核的役

割を果たすとともに、国際標準化も視野に入れて活

動する。 
 個別ニーズに応える産業技術の研究開発課題につ

いては、競争関係にある民間企業と適切な関係を保

ちつつ、技術の早期の完成を目指した受託研究・共

同研究を推進する。これらの積極的展開は、場合に

よっては知的財産権の複雑化を招くが、知的財産関

係の情報漏洩には十分留意し、民間企業を含む外部

機関関係者との信頼関係醸成に努める。 
 本研究部門は、ナショナルイノベーションシステ

ムにおける産総研の役割を認識し、学界に止まらず

広く社会や産業界を対象として積極的な成果普及・

広報を心がけるとともに、「活動の見える化」を推

進する。特に、産総研が主として公的資金に基づく

組織であることを踏まえ、各種のアウトリーチ活動

や、社会への研究活動・成果の紹介に注力する。そ

の際には、一般の人にも理解しやすい明快な広報に

努める。 
--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
標準基盤研究 バイオプラスチック製品中のバイオマス

プラスチック度の測定方法の標準化 
 
外部資金： 
経済産業省 平成24年度産業技術研究開発 グリーン・

サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 革新的

触媒 有機ケイ素機能性化学品製造プロセス技術開発 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 グ

リーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 

廃棄物、副生成物を削減できる革新的酸化プロセス及び

化学品の開発 革新的酸化プロセス基盤技術開発 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 新

エネルギー技術研究開発 バイオマスエネルギー等高効

率転換技術開発（先導技術開発） バイオポリオレフィ

ン等のバイオマス由来度の測定・試験方法の研究開発 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 新

エネルギー技術研究開発 バイオマスエネルギー等高効

率転換技術開発（先導技術開発） セルロース系バイオ

マスエタノールからプロピレンを製造するプロセス開発 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 省

水型・環境調和型水循環プロジェクト 水循環要素技術

開発 革新的膜分離技術の開発 分離膜の細孔計測技術

の開発及び標準化に向けた性能評価手法の開発 
 
独立行政法人科学技術振興機構 CREST ナノ細孔を

有する多孔質材料の機能化 

 

独立行政法人科学技術振興機構 A-STEP バッチ式内

部熱交換型蒸留システムの実用化開発 

 

独立行政法人科学技術振興機構 A-STEP 化学的アプ

ローチによるセルロースからの乳酸合成および誘導体化 

 

独立行政法人科学技術振興機構 A-STEP 活性点の配

置を精密制御した高性能固定化金属錯体触媒の開発 

 

公益財団法人名古屋産業科学研究所 戦略的基盤技術高

度化支援事業 自動車部品等の軽量化を促進するための

メタルと炭素繊維強化プラスチックス（CFRP）のレー

ザを用いる異材接合技術のシステム開発 
 
一般財団法人キヤノン財団 研究助成プログラム「産業

基盤の創生」 革新的有機ヘテロ原子機能材料の創製 
 
文部科学省 科学研究費補助金 パラジウム膜を用いて

達成しうる最大水素透過流束の評価 
 
文部科学省 科学研究費補助金 温度に応じて金属錯体

を着脱する固定化触媒の開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 短寿命代替フロン物質

の地球温暖化ポテンシャル新指標の開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 遷移金属内包ケイ素ケ

ージ物質群の合成 
 
文部科学省 科学研究費補助金 リサイクル可能な新規

均一系金属錯体触媒の開発 
 
文部科学省 科学研究費補助金 微小球マイクロオプテ

ィクスのオンデマンド型レーザー転写作製技術の開発 
 
発 表：誌上発表84件、口頭発表167件、その他18件 

--------------------------------------------------------------------------- 

精密有機反応制御グループ 
（Organic Reaction Control Group） 
研究グループ長：島田 茂 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 21世紀の化学産業を地球環境保全と両立させつつ発

展させるためには、化学プロセスに派生する環境負荷

を低減し、汚染を未然に防止する必要がある。また、

原料として化石資源のみではなく再生可能原料の利用

や、従来の材料を代替し省エネルギー・省資源を可能

とする新高機能材料を開発することも、グリーン・サ

ステイナブルケミストリーの重要な課題である。当グ

ループでは、合成化学・触媒化学・ヘテロ原子化学・

錯体化学・有機金属化学等の技術を基盤として、プロ

セスの改善・新プロセスの開発を行うとともに、高機

能新素材の開発へ向けた研究を行っている。具体的に

は、ケイ素系高機能材料のための触媒技術やビスマ

ス・硫黄系機能材料等について研究開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 
精密有機反応制御第2グループ 
（Organic Reaction Development Group） 
研究グループ長：韓 立彪 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 機能性化合物は、ハイテク産業を支える鍵物質であ

る。当グループでは、ヘテロ元素資源の有効利用とよ

り機能性の高い材料の創出を目指して、リン・イオ

ウ・ケイ素・ホウ素等の各種機能性ヘテロ元素化合物

の省エネルギー・省資源・環境保全型製造法の開発か

ら、含ヘテロ元素機能性材料の試作までの一貫した研

究を行っている。具体的には、触媒手法を用いた機能

性リン化合物・機能性イオウ化合物の高効率合成法の

開発と、リン・イオウ・ホウ素・ケイ素系機能性材料

の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
 
精密有機反応制御第3グループ 
（New Reaction Development Group） 
研究グループ長：富永 健一 

（つくば中央第5） 
概 要： 

当グループでは、有機合成化学・有機金属化学・触

媒化学・錯体化学・マイクロ波化学を基盤技術として、

1)循環型原料利用技術、2)低環境負荷型合成技術、3)

高機能環境材料開発の三方向からのアプローチにより、

当部門の戦略課題である「再生可能資源を利用する材

料・プロセス技術」及び「環境負荷物質の排出を極小

化する反応・プロセス技術」の推進に貢献している。

具体的には、セルロースや二酸化炭素からの有用化学
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品合成反応の開発、過酸化水素を酸化剤とするクリー

ンな高選択酸化技術の開発、C－H 活性型低分子付加

反応の開発、高性能燐光型 EL 材料の設計及びその効

率的な合成法の開発に取り組んでいる。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 
 
分子触媒グループ 
（Molecular Catalysis Group） 
研究グループ長：安田 弘之 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 当グループでは、第3期中期計画における当部門の

戦略課題の一つである「環境負荷物質の排出を極小化

する反応・プロセス技術」に主として関与する中で、

化学プロセスにおける廃棄物のさらなる低減、エネル

ギー効率の一層の向上、循環型資源への原材料転換を

実現するための、触媒技術を核とした環境調和型合成

技術の開発を目指している。具体的には、二酸化炭素

から基礎化学品・機能性化学品を製造するための触媒

反応の開発、有機ケイ素化学品を高効率製造するため

の触媒反応の開発、分子触媒の固定化・リサイクル技

術の開発、触媒の貴金属代替・省量化技術の開発、ナ

ノ空孔反応場を利用した高効率合成技術の開発等を行

っている。研究を進めるにあたってのキーワードは、

高効率（高活性・高選択性）、高品質（残留金属低

減・ノンハロゲン）、低環境負荷（E－ファクター低

減）、再生可能資源（二酸化炭素・ケイ素）利用等で

ある。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
 
固体触媒グループ 
（Heterogeneous Catalysis Group） 
研究グループ長：中村 功 

（つくば西） 
概 要： 
 物質循環型社会を実現するためには、炭素資源や鉱

物資源などの多様な資源の確保とその有効利用が不可

欠である。そのため、バイオマス資源や再生可能資源

等を原料とする化学品製造プロセスの構築に向けた技

術の高度化が必要とされている。当グループでは、バ

イオマスを原料とする化学品製造プロセスに必要な触

媒による化学変換の技術開発を行い、特にバイオアル

コールからプロピレンへの化学変換用高性能触媒の開

発を行っている。また、セルロース由来の有機酸から

有用化学品へ変換する触媒の開発にも取り組んでいる。

さらに、表面科学的手法等の高度な in situ 計測・分

析技術も駆使しながら、実用化に向けた触媒の高性能

化を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
 

膜分離プロセスグループ 
（Membrane Separation Processes Group） 
研究グループ長：原 重樹 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 当グループでは、膜利用高効率化学プロセスの構築

に貢献することを目的として、膜素材の合成から製

膜・評価技術の確立と膜応用プロセスの開発まで、膜

分離の基礎から応用にわたる基盤研究を一貫して推進

している。膜素材としては、水素のみを選択的に透過

する水素透過性金属膜、及び分子スケールの孔で小さ

な分子を透過させる分子ふるいカーボン膜等に着目し

ている。膜やシステムといった形のあるものの開発は

もとより、高精度・高感度な測定解析手法の開発や計

算機シミュレーションを活用した膜・膜モジュールの

評価解析も進めている。得られた技術や知見は、分離

膜以外へも積極的に展開している。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

５ 
 

化学システムグループ 

（Energy-Efficient Chemical Systems Group） 
研究グループ長：遠藤 明 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 当グループでは、化学システムの省エネルギー化や

環境負荷低減化の分野において、化学工学及び材料科

学の観点から材料技術とシステム技術を一体化してと

らえた研究を展開し、得られた成果を積極的に社会・

産業界に発信していくことを通じて、持続発展可能な

社会の構築に資することを目標としている。具体的に

は、ナノ空間及び界面での物質移動・吸着現象・化学

反応に注目し、材料の合成－構造－機能の関係を意識

しつつ、グリーン・サステイナブルケミストリーの発

展に貢献するための材料合成技術・構造評価技術の開

発、ナノ空孔材料の特性を活かした反応場の構築及び

プロセス開発、省エネルギープロセスの解析とプロセ

ス強化・システム化に関する研究を進めている。これ

らの研究を通じて、二酸化炭素排出抑制等の地球環境

問題の解決及び化学産業等の国際競争力強化に貢献し

たいと考えている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 
 
バイオケミカルグループ 
（Bio-Chemical Processes Group） 
研究グループ長：羽部 浩 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 当グループでは、バイオマス等の未利用資源の積極

的な活用を目的として、各種の生物・化学プロセスを
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活用した高付加価値製品の開発技術に取り組むととも

に、低環境負荷型反応分離プロセスの構築を目指した

要素技術等に関する検討も行っている。具体的には、

環境適合性と機能性を併せ持つ新しい材料であるバイ

オサーファクタントの各種産業分野への応用を目指し、

酵素や微生物を利用した製造技術の高度化や用途開拓

等を進めている。また、バイオディーゼル燃料の製造

等において副生するグリセリンを原料として、グリセ

リン誘導体を生産する技術や、微生物によるバイオサ

ーファクタントの量産技術の開発を行っている。さら

に、バイオアルコールを低濃度発酵液から効率的に分

離するための要素技術として、アルコール選択透過性

を有する高性能シリカライト膜の開発、及び発酵と膜

分離を同時に行う発酵プロセスの開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 
 
循環型高分子グループ 
（Renewable Plastics Research Group） 
研究グループ長：国岡 正雄 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 当グループでは、持続可能な循環型社会システムに

適合し、原料を石油に限定することなく、未利用の再

生可能原料（バイオマス・農業廃棄物等）からリサイ

クル可能な循環型高分子を開発している。その製造に

用いる環境適合型プロセス、利用が促進されるような

高機能な性能を持つバイオマスプラスチック、バイオ

マスからの効率的な生産法、及びその基盤技術の開発

を行っている。また、環境に負荷を与えない廃棄物処

理として、生分解・再資源化についても併せて検討し

ている。具体的な研究テーマは次の通り。1)循環型高

分子材料の利用促進のために、化学的手法（有機合成

化学反応・マイクロ波化学反応・光化学反応）を用い

て、熱的・機械的性質や機能に優れた循環型高分子を

開発する。2)環境適合技術及びその関連技術を利用し

て、実際にその製品の実用化に関与している企業とと

もに効率的生産法を開発する。3)アジアに豊富に存在

するバイオマスを、当該諸国と連携しながら日本の技

術を用いて循環型化成品及び高分子に転換する技術を

開発する。4)循環型高分子の市場への投入促進のため

に、循環型高分子に関わる再資源化率・生分解率・バ

イオマス炭素含有率等の測定法の国際規格の原案作り

を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目５ 
 
レーザー化学プロセスグループ 
（Laser-Induced Materials Processing Group） 
研究グループ長：新納 弘之 

（つくば中央第5） 
概 要： 

当グループでは、レーザー化学技術の研究に基づく、

新しい省エネルギー型レーザー表面化学プロセスの高

効率化を行うとともに、先端的光技術と分野融合によ

る新技術開拓を目的として、光化学表面反応プロセス

を駆使した省工程・省部品化を目指すレーザー局所場

処理技術の創出を行い、産業活動の環境負荷低減に貢

献するグリーンイノベーションに取り組んでいる。特

に、硬質で加工が難しい透明材料並びに超軽量構造材

である炭素繊維複合材料に対する省エネルギー型高速

加工技術を開発している。 
研究テーマ：テーマ題目４ 
 
化学材料評価基盤グループ 

（Chemical Materials Evaluation Group） 
研究グループ長：須田 洋幸 

（つくば中央第5） 
概 要： 

有機 EL 素子や有機薄膜太陽電池などの電子デバイ

スの分野では、素子に用いられる機能性有機・高分子

材料や、封止材などの周辺部材の高耐久化・長寿命化

が喫緊の課題となっている。当グループでは、産業界

のニーズを踏まえた先端化学材料の耐久性評価として

の加速劣化試験法の開発、構造及び機能評価技術の高

度化、基礎解析技術の開発、劣化機構の解明、評価手

法の国際標準化、材料設計指針の確立等の分野横断的

な取り組みを推進している。これにより、先端化学材

料・部材を迅速かつ確実に製品化につなげる共通基盤

的な化学材料評価研究拠点を形成し、我が国化学産業

の国際競争力強化に貢献することを目指している。 
研究テーマ：テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］再生可能資源を利用する材料・プロセ

ス技術 

［研究代表者］藤谷 忠博（総括研究主幹） 
［研究担当者］藤谷 忠博、大森 隆夫、北本 大、 

中村 功、高橋 厚、桑原 泰隆、 
富永 健一、原 重樹、根岸 秀之、 
吉宗 美紀、羽部 浩、井村 知弘、 
佐藤 俊、池上 徹、森田 友岳、 
福岡 徳馬、遠藤 明、山本 拓司、 
国岡 正雄、大内 秋比古、船橋 正弘、 
田口 和宏、八木 久彰、大石 晃広 
（常勤職員24名、他11名） 

［研 究 内 容］ 
 化石資源に替わってバイオ原料から化学品を製造する

ための技術開発及びプロセス開発は、日米欧を中心に戦

略的な取り組みが始まっている。本テーマでは、国際競

争力のあるバイオ由来化学品生産プロセスの確立を目指

し、バイオアルコールからの基幹物質製造プロセス開発、

バイオ基幹物質製造技術・利用技術の開発、及びプラス
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チック製品の組成毎のバイオマス炭素含有率の測定法の

開発に取り組み、各基盤技術の確立を図るとともに実用

化指向の全体プロセス設計・評価を行っている。 

（バイオアルコールからの基幹物質製造プロセス開発） 
 バイオエタノールからプロピレンを製造するための反

応プロセス、及び分離プロセスの開発を行った。触媒反

応においては、これまでに見出した酸化物系触媒をベン

チプラントで使用し、その性能の確認を行った。また、

ベンチプラントの運転により、約5kg のバイオプロピレ

ンを得た。一方、有機硫黄不純物の吸着除去については、

新たに見出した吸着剤をベンチプラントで使用すること

により、除去性能が十分に発揮されることを確認した。

さらに、ベンチプラント用の大型カーボン膜モジュール

を製作して、反応実ガスを用いた実証試験を実施し、有

効に脱水が行われることを確認した。 

（バイオ基幹物質製造技術・利用技術の開発） 
 グリセリン酸は、バイオディーゼル燃料の製造で副生

するグリセリンを原料に微生物生産可能な化学品であり、

種々の応用が期待されている。そこで実際に副生する、

不純物（メタノール）を含むグリセリンの原料化を目的

として、メタノール存在下でも効率的にグリセリン酸を

生産する微生物の開発を行った。微生物を改良した結果、

従来の微生物では生育ができない5%という高濃度メタ

ノール存在下でも、グリセリン酸を生産可能な微生物の

取得に成功した。また、各種バイオ原料から生産される

糖型バイオサーファクタントの生産技術に関する高度化

を行った。特に、両末端に親水基を有する双頭型の機能

性バイオサーファクタントの生産については、低コスト

化に向けて安価な炭素源の探索を行うとともに、生産性

をより向上させるビタミン種も見出した。 

レブリン酸はセルロース系バイオマスから合成可能な

化学品の中でも、基幹物質として高いポテンシャルを有

している。これまで、ブレンステッド酸とルイス酸を組

み合わせた触媒系が従来より高効率にレブリン酸を合成

可能であることを示してきたが、今年度は実際のバイオ

マス原料として杉木粉を用いた反応を検討し、杉木粉中

のα－セルロースを基準として、収率90%以上でレブリ

ン酸エステルが生成することを確認した。 

（プラスチック製品の組成毎のバイオマス炭素含有率の

測定法の開発） 
 プラスチック製品は多くの化合物の混合物であり、ど

の成分にバイオマス由来炭素が含まれているかが重要な

要素となっている。プラスチック製品を樹脂部分と添加

剤部分に溶媒分離法により分離し、それぞれのバイオマ

ス度を求めることにより、バイオマス炭素の分布を求め

ることを可能にした。また、様々なプラスチック複合体

に関するデータを収集し、この手法が適用可能であるこ

とを確認するとともに、これを基に炭素ベースのバイオ

マス炭素度、組成重量ベースのバイオマスプラスチック

度と総バイオマス質量度に関わる ISO 国際標準規格の

委員会案を作成し国際審議を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオアルコール、バイオサーファクタ

ント、グリセリン、膜分離、バイオベー

スプラスチック、レブリン酸 
 

［テーマ題目２］環境負荷物質の排出を極小化する反

応・プロセス技術 

［研究代表者］島田 茂（精密有機反応制御グループ） 
［研究担当者］島田 茂、佐藤 一彦、清水 政男、 

五十嵐 正安、八木橋 不二夫、 

江口 勝哉、石原 吉満、韓 立彪、 

内丸 祐子、山下 浩、富永 健一、 

今野 英雄、今 喜裕、安田 弘之、 

坂倉 俊康、高橋 利和、藤田 賢一、 

小野澤 俊也、崔 準哲、深谷 訓久 

（常勤職員20名、他22名） 

［研 究 内 容］ 
 21世紀の化学産業を地球環境保全と両立させつつ発展

させるためには、化学プロセスに派生する環境負荷を低

減し、汚染を未然に防止するグリーン・サステイナブル

ケミストリー（GSC）プロセスの開発が必要である。

中でもファインケミストリーや機能性物質合成関係では、

廃棄物が多く出る E－ファクターの高い反応の効率化と

選択性向上が求められている。本テーマでは、酸化技術、

触媒技術、反応場技術、錯体・ヘテロ原子技術等の高度

化により、GSC のコンセプトをさらに一歩進め、高効

率・省資源かつ高性能・高機能部材製造につながる基盤

技術開発を行っている。 

（過酸化水素による選択酸化技術） 
 過酸化水素を用いた酸化反応技術について、半導体封

止材用途の二官能エポキシ化合物の高効率合成法を開発

し、タングステン・三級アミン・添加剤からなる三元系

触媒を新たに設計した。ベンチスケールの二官能エポキ

シ化合物製造プロセスの検討を経て、半導体封止材用途

としてのサンプルワークを行い、長期信頼性を含め高い

評価を得た。また、過酸化水素酸化の基盤技術を拡大す

るために、鉄を触媒に用いるスチレン誘導体の高効率エ

ポキシ化技術を開発した。スチレンを収率95%でスチレ

ンオキシドへと変換可能で、加水分解による副反応はほ

とんど観測されなかった。鉄上の配位子を精密設計する

ことにより、キログラム・スケールにも適用可能な簡便

かつ実用的なプロセスの開発に成功した。 

（分子触媒の固定化・リサイクル技術） 
 パラジウム錯体をシリカ担体に固定化した触媒を、液

晶材料や医薬中間体等に用いられるターフェニル化合物

の合成に応用し、合成難易度の高い非対称体について、

二段階ワンポットプロセスにより収率89%で合成するこ

とに成功した。白金錯体をシリカ担体に直接固定化した

触媒を調製し、ヒドロシリル化反応で性能を評価したと
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ころ、均一系触媒である塩化白金酸を上回る触媒活性を

示した。また、高活性を維持しつつ、数回の触媒リサイ

クルが可能であった。最外層に親水性基を有する両親媒

性デンドリマー固定化含窒素複素環カルベン－金錯体を

触媒として用いることにより、常温常圧の二酸化炭素雰

囲気下、水中でプロパルギルアミンのカルボキシル化－

環化反応が進行し、2－オキサゾリジノン類が高収率で

得られた。また、金属錯体の担体への吸着と液相への脱

離（溶出）を温度により制御可能な触媒系の開発を目的

として、温度に対するモデル化合物の溶出挙動の検討を

行った。担体表面の性状等を適切に選択することで、モ

デル化合物の溶出量が室温時の10倍以上になる組み合わ

せを見出した。 
（ヘテロ元素系反応技術） 
 砂から有機ケイ素原料を製造する方法に関して、シリ

カをテトラアルコキシシランに変換する新規触媒系を見

出した。高機能ケイ素材料製造用触媒の研究については、

シロキサンのクロスカップリング反応に関する検討を継

続し、より効果的な反応条件を見出し、反応の詳細を明

らかにすることに成功した。ビニルリン類を工業生産す

るための触媒プロセスの開発では、高分子ホスフィン配

位子を用いた触媒の固定化を行った。得られた固定化触

媒は高い活性を示し、高収率・高選択的に付加物のビニ

ルリン類を得ることができた。一方、ケイ素原子を含む

高分子化合物として、トリアルコキシシラン類の縮重合

によるポリシルセスキオキサン類の合成について検討し、

マイクロ波照射によりポリマーの高分子量化や末端シラ

ノール残基の減少化等を行うことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］選択酸化、過酸化水素酸化、遷移金属触

媒、固定化触媒、ヘテロ元素化合物、ケ

イ素材料、リン材料、フッ素材料 
 

［テーマ題目３］分離技術等を応用した省エネルギー型

化学プロセス技術 

［研究代表者］原 重樹（膜分離プロセスグループ） 
［研究担当者］原 重樹、大森 隆夫、藤原 一郎、 

根岸 秀之、吉宗 美紀、原 伸生、 

遠藤 明、川合 章子、山本 拓司、 

片岡 祥、上村 佳大、池上 徹 
（常勤職員12名、他12名） 

［研 究 内 容］ 
 化学プロセスを環境調和型プロセスへ変革するために、

エネルギー消費の約40%を占める分離プロセスの革新が

求められている。この要求に応えるべく、本テーマでは

原理的に高効率な膜分離法及び産業分野で広く利用され

ている吸着分離に関する研究開発を行っている。膜素

材・吸着剤の開発から、モジュール化・システム化・評

価・解析などの性能実証までに必要なすべての技術を発

展・融合させることにより、本格研究を実践している。

さらに、開発した技術の用途開拓を積極的に推し進め、

化学プロセス以外の用途にも展開することにより、広く

社会に貢献することを目指している。 

（膜及び膜分離プロセスの評価・解析手法の開発） 
 水素を効率よく透過して分離する膜として、パラジウ

ムなどからなる金属膜が知られており、その研究開発が

繰り広げられている。これを支援するため、水素透過プ

ロセスを評価・解析する技術の開発を進めている。今年

度は、パラジウム膜を用いた混合ガスからの水素透過を

対象として、計算機シミュレーションを用いた詳細な解

析を行った。その結果、複数の影響因子の中でガス中の

水素の拡散が特に重要であり、また溶解度係数の影響が

透過挙動に現れていることを定量的に明らかにした。 

（化学プロセスのための新規分子ふるい分離膜の開発） 
 分子ふるい炭素膜を用いた化学原料の脱水精製につい

て、イソプロパノール分離系の膜性能と膜モジュール化

に要求される機械強度の両者を満たすように膜構造の改

良を行った。そして長期安定性の評価を実施した結果、

最大140℃まで700時間安定に機能することを確認した。

さらにメーカーと共同で、1m2の膜モジュールの製造を

実現した。また、酢酸等の酸性溶媒に対して、分子ふる

い炭素膜を用いた脱水分離の評価を行ったところ、75℃

浸透気化分離条件下において、膜の細孔径が0.4nm 程

度の場合には、炭素数4以上の酸性溶媒に対して優れた

分離性能を示すことを見出した。 

（低温廃熱の有効利用が可能な新規ナノ多孔質吸着剤の

開発） 
 メソポーラスシリカを吸着剤として使用したデシカン

トサイクルと、蒸気圧縮式冷凍サイクルのハイブリッド

システムにより、冬季におけるノンフロスト運転と、夏

季におけるノンドレイン運転を可能とするノンフロスト

ヒートポンプの開発について、細孔径が約3.8nm 及び

9.6nm のメソポーラスシリカを合成し、その水蒸気吸

着等温線の温度依存性及び吸着速度について検討を行っ

た。室温付近においては、水蒸気の吸着時の圧力緩和は

一つの速度過程からなると思われたが、氷点下において

は、水蒸気の吸着時の圧力緩和に3つのステップが観測

された。吸着剤表面付近に水分子が滞留することにより、

一度擬似的な平衡状態となったのち、水が細孔内に進入

していくモデルにより説明することが可能であった。ま

た、デシカントローターを用いた実際の吸着プロセス実

験においては、粉末で見られる上記の速度過程よりも、

気相から吸着剤層表面への物質移動が律速となる条件が

多く、実用材料としてはいかに物質移動抵抗が少ない吸

着モジュールを作製するかが重要であることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］省エネルギー、膜分離プロセス、水素分

離、分子ふるい分離膜、脱水分離、デシ

カント空調、ノンフロスト、ナノ多孔質

材料 
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［テーマ題目４］産業の環境負荷低減を図るレーザー化

学技術 

［研究代表者］新納 弘之（総括研究主幹） 
［研究担当者］新納 弘之、佐藤 正健、川口 喜三、 

奈良崎 愛子（常勤職員4名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
 産業の環境負荷低減に資するグリーンイノベーション

を目指して、レーザー化学技術の研究に基づいた新規な

省エネルギー型レーザー表面化学プロセスの高効率化と、

先端的光技術と分野融合による新技術開拓を目的として、

光化学表面反応プロセスを駆使した省工程・省部品化を

実現するレーザー局所場処理技術の創出に取り組んでい

る。今年度は、波長532nm の DPSS レーザーによる、

サファイア基板のレーザー誘起背面照射湿式エッチング

法による加工、レーザー誘起ドット転写法における転写

挙動のダブルパルス照射効果、並びに炭素繊維強化プラ

スチックのレーザーアブレーションの光イオン化飛行時

間質量分析・プルーム挙動の大気中観察について検討を

行った。サファイア基板のレーザー加工では、間隔9μm
の垂直側壁面を持つ深さ110µm の深溝形成に成功する

などの成果が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］光化学表面反応プロセス、レーザー化学

技術 

 

［テーマ題目５］先端化学材料の評価技術 

［研究代表者］須田 洋幸 

（化学材料評価基盤グループ） 

［研究担当者］須田 洋幸、権 恒道、陳 亮、 

水門 潤治、萩原 英昭、滝澤 賢二 

高橋 利和、内丸 忠文、国岡 正雄、 

船橋 正弘、大石 晃広、原 重樹、 

佐藤 正健、奈良崎 愛子 

（常勤職員14名、他5名） 
［研 究 内 容］ 
 有機エレクトロニクス等の先端デバイスに利用される

高機能化学材料は、我が国化学産業の強みである。一方、

複数の国内化学メーカーが個々に先端材料開発で競争を

行っているため、開発内容の重複に加えて高額な研究設

備等への重複投資が起こっている。さらに、海外セット

メーカーにおける内製化も進んでいることから、国内化

学メーカーの開発効率の最大化が求められている。これ

らを背景に、先端化学材料分野で国際競争力を確保し、

また持続可能社会の実現に貢献するために、耐久性評価

を始めとする共通基盤的な先端化学材料の評価研究開発

を担う拠点の整備が急務となっている。 

そこで本テーマでは、化学材料の耐久性評価としての

加速劣化試験法の開発、構造・機能評価法の高度化、材

料設計指針の確立を3本の柱として研究を実施している。

具体的には、加速劣化試験法開発において、汎用耐候性

試験装置を用いた加速劣化試験の実施とともに、大気化

学の知見を積極的に活用した独自の加速劣化試験法の開

発を目指す。構造・機能評価法の高度化においては、多

様な評価・分析装置を用いた新しい構造・機能評価法の

開発と、これに基づく劣化機構の提案を目指す。材料設

計指針の確立については、加速劣化試験及び劣化機構の

解析結果等をフィードバックして、既存材料の改良や新

規材料の製造を目標とする。 

（加速劣化試験法の開発） 

有機薄膜太陽電池（OPV）の発電層材料について、

その光酸化に対する耐久性評価に関する加速劣化試験法

の開発を行った。電極やバッファー層を劣化させること

なく、発電層材料の劣化影響のみを抽出することを目的

に、劣化試験用デバイス構造の最適化を行った。また、

雰囲気を制御可能なセルを組み合わせることで、発電層

材料の耐久性評価が可能な試験法を設計し、予備試験を

実施した。今後は、種々の材料を用いた試験を実施する

ことで、発電層材料の耐久性評価指標の提案を目指す。

さらに、OPV のモデル周辺材料としてポリエチレンテ

レフタレート（PET）フィルム等の耐候性試験を実施

し、暴露時間に伴う力学強度等の材料特性変化を調べた。

これらの知見を基に、複数の劣化ストレスに対する材料

特性の変化を詳細に解析することで、より効果的な加速

劣化試験法の開発を目指す。 

（構造・機能評価法の高度化） 

OPV 発電層材料の劣化現象の解明に向けて、溶液状

態で光酸化させた材料を用いてデバイスを作成し、構造

変化と電池特性との相関を評価した。MALDI－TOF や

GPC 等を用いた構造解析により、P 型高分子の低分子

量化が電池特性低下の一因となっている可能性を見出し

た。一方、耐候性試験後の PET 等について、動的粘弾

性測定等を利用して材料の高次構造に注目した劣化構造

解析を行い、力学強度との相関を評価した。また、陽電

子消滅等の高次構造評価により、機能性ポリオレフィン

の特異的な力学特性が非晶部ナノ構造により制御できる

ことを見出した。さらに、ケミルミネッセンス分光法の

劣化評価への応用を目指し、オレイン酸等の低分子モデ

ル化合物の劣化反応に伴うスペクトルを解析した結果、

分離した発光ピークと劣化構造の帰属に成功した。今後

は、独自の構造・機能評価法としての MALDI－TOF 
法や動的粘弾性測定法、陽電子消滅法、ケミルミネッセ

ンス分光法等をさらに高度化していく。 

（材料設計指針の確立） 

OPV 発電層材料の P 型高分子の光酸化劣化において、

特定の活性種が劣化に関与していることを見出した。本

活性種による材料劣化メカニズムや電池特性との相関は

今後検証する必要があるが、光酸化に対する耐久性向上

には、活性種により攻撃される部位を強化する等の高分

子設計指針が有効であると期待される。また、耐候性試

験における PET 等の力学強度変化が、分子鎖切断等の
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一次構造変化だけでなく、結晶化度や非晶中分子間相互

作用等の高次構造が変化することにも起因することを見

出したことから、材料内の分子間相互作用を制御するこ

とも、材料の高耐久化に有効であると期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］先端化学材料、耐久性評価、加速劣化試

験、構造・機能評価法、材料設計指針 
 

⑫【エネルギー技術研究部門】 

（Energy Technology Research Institute） 
（存続期間：2004.7.1～） 

 

研究ユニット長：角口 勝彦 

副研究部門長 ：宗像 鉄雄、小原 春彦、竹村 文男 

首席研究員  ：周 豪慎 

総括研究主幹 ：山崎 聡、羽鳥 浩章 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第5、つくば東、 

    つくば西 

人 員：117名（117名） 

経 費：1,810,643千円（813,267千円） 

 

概 要：  

１．ミッションと目標 

 エネルギー技術研究部門は、地球温暖化の防止、

限りあるエネルギー資源の有効利用およびエネルギ

ーの安定供給確保を同時に達成するためのグリー

ン・イノベーションを推進し、持続的発展可能な社

会の実現に貢献することをミッションとする。太陽

光・風力・水素・クリーン燃料等のクリーンエネル

ギー技術の研究開発、燃料電池等の分散型エネルギ

ー技術の研究開発、蓄電・蓄熱・水素貯蔵等のエネ

ルギー貯蔵技術の研究開発、およびこれらの技術を

体系的に統合化し電力・ガス・熱の需給を適切にマ

ネジメントする分散型エネルギーネットワーク技術

の研究開発を行う。これらの研究開発を通じて、高

効率・低環境負荷で柔軟性・利便性の高いエネルギ

ー供給を可能とする総合エネルギー産業の成長と、

わが国の長期的エネルギービジョン、エネルギー政

策の立案に貢献する。 

２．主要研究項目と研究推進手段 

 エネルギー技術研究部門では、次に示す4つの産

総研第3期中期計画項目について研究開発を進めて

いる。 

○「I-1 再生可能エネルギー技術」に関しては、

多様な再生可能エネルギーの利用拡大に向けて、

先進性の高い太陽光の発電・利用技術に関する研

究開発、風力発電の高度化・信頼性向上・国際標

準化技術に関する研究開発、および出力変動の大

きな自然エネルギーの大量かつ高効率な利用を可

能とする電力ネットワーク・マネジメント技術に

関する研究開発を行う。 

○「I-2 省エネルギー技術」に関しては、省エネ

ルギー推進による低炭素社会の実現のため、運輸

用途に向けた安全で安価な高エネルギー密度蓄電

池材料や燃料電池自動車用水素貯蔵技術に関する

研究開発、住宅・ビル・工場等における設備を効

率的に運用し需給合理化を図る電力マネジメント

技術に関する研究開発、エネルギー密度・パワー

密度共に優れた電力貯蔵用キャパシタ技術に関す

る研究開発、定置用燃料電池の高効率化技術に関

する研究開発、未利用熱エネルギーの高度利用技

術に関する研究開発を行う。 

○「I-3 資源の確保と有効利用技術」に関しては、

枯渇性資源の最高効率活用による物質循環型社会

実現のため、石炭ガス化プロセス等に関わる高度

利用基盤技術に関する研究開発を行う。 

○「I-6 グリーン・イノベーションの評価・管理

技術」に関しては、二酸化炭素削減のための技術

と取組の評価に資するために、二酸化炭素の回収

貯留や水素を媒体としたエネルギーシステム等、

革新的なエネルギーシステム関連技術開発や導入

シナリオに関する分析と評価を行う。 

 これらの中期目標達成のために、以下の戦略的研究

課題を設定するとともに、第1期、第2期中期目標期間

を通じて蓄積してきた実績と多様な研究ポテンシャル

および産学官に跨る幅広い連携体制を活かしつつ、そ

れぞれの課題について複数の研究グループが機能的に

協力して研究推進を図る。 

１）高効率エネルギーマネジメントシステム技術に関

する研究 

 時間変動の大きな再生可能エネルギー群を、蓄電

システムへの依存をできるだけ少なくしつつ大量に

導入するために、電力および熱のネットワークにお

ける系統安定化と負荷平準化のための要素技術、電

力系統とそれに連携する機器の様々な箇所に導入さ

れる高効率電力変換素子、電力変換器等のハードウ

ェアおよび、それらをインテリジェントに制御する

ソフトウェアの開発を行う。これらを統合化して、

エネルギーマネジメントによる新たな高効率ネット

ワーク・システムを開発する。 

２）住宅用エネルギーシステム技術に関する研究 

 超高エネルギー密度二次電池、キャパシタ等、次

世代のエネルギーシステムに革新的な変革をもたら

す蓄電デバイスなど、住宅用途に適した革新的要素

技術開発を行うことにより、系統エネルギーとの協

調機能を備えた住宅用エネルギーシステムを開発す

る。 

３）次世代高効率分散電源技術に関する研究 

 HHV50%を超える次世代高効率固体酸化物形燃
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料電池（SOFC）システムの実現可能性を検討する

ため、燃焼ガス・リサイクル等による燃料利用率向

上や、熱電発電、スターリングエンジン等による高

度排熱利用の効果を明らかにするとともに、高効率

SOFC を実現するための材料開発もおこなう。 

４）水素エネルギー技術に関する研究 

 水素貯蔵材料の特性と反応機構を解明し、水素を

限られたスペースに高密度に貯蔵するための水素貯

蔵材料の設計指針を明らかにする。また、太陽光を

利用した高効率な水素製造技術、水素の製造・貯

蔵・供給技術及び燃料電池等からなる統合型水素利

用システムを開発する。 

５）エネルギー資源変換技術に関する研究 

 埋蔵量が豊富な低品位炭、林地残材バイオマス等

の未利用性の高いエネルギー資源を高効率にガス化

するクリーン燃料製造技術、再生可能エネルギー由

来のエネルギーキャリア（化学系エネルギー貯蔵媒

体）を併用した分散型エネルギーシステム構築のた

めの先進的水素・合成ガス製造及び高効率転換・利

用技術の開発を行う。 

６）エネルギー技術評価に関する研究 

 二酸化炭素の回収貯留、革新的省エネルギー・新

エネルギー関連技術について、開発・社会導入シナ

リオの分析・評価を行う。 

また、上記１）～６）の他、新たな展開やブレーク

スルーをもたらす革新的・萌芽的エネルギー技術の研

究にも積極的に取り組み、次世代プロジェクトの芽を

育てる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「分散型エネルギーのマネジメントシステムの開発」 

「グリーングリッド対応大電力汎用変換器に関する研

究」 

「ガス状水素の高効率貯蔵装置の開発」 

 

外部資金： 

経済産業省受託研究費 

平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事

業（日米クリーン・エネルギー技術協力） 

「高効率 CO2還元触媒の半導体光触媒への複合化に関

する研究」 

「色素増感起電力を利用した水分解水素製造」 

「蓄電デバイス用ナノ電極材料の開発と電子状態解析」 

「ナノ構造を利用した低環境負荷で高効率な熱電変換材

料」 

「クリーンアップ石炭ガス化ガスのための SOFC 燃料

極開発」 

「再生可能エネルギー導入に備えた統合型水素利用シス

テムに関する研究」 

「燃料改質ガスの燃焼モデルの基盤研究」 

平成24年度国際標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業） 

「医療用プラズマ装置等に関する国際標準化フィージビ

リティスタディ」 

 

環境省受託研究費（公害） 

平成24年度試験研究調査委託費（地球環境保全等試験研

究に係るもの） 

「非意図的生成 POPs の生成挙動と排出抑制に関する

研究」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新エネルギー技術研究開発 

「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（先導技

術開発）／低圧固定床用 FT 触媒技術を利用した BTL
プロセスの研究開発」 

「次世代風力発電技術研究開発／基礎・応用技術研究開

発」 

固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発事業 

「基礎的・共通的課題のための研究開発」 

最先端研究開発支援プログラム（低炭素社会実現に資す

る有機系太陽電池の開発） 

「超高効率色素増感太陽電池を目指した新規増感色素の

探索（有機薄膜太陽電池の劣化機構の解明）」 

産業技術研究助成事業 

「3次元集積型錯体における配位空間・へテロ界面の融

合制御による革新的エネルギー貯蔵材料の開発」 

「次世代パワー集積回路の実現に向けた低抵抗 P チャ

ネル型 GaN 素子の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP） 

「フィージビリティスタディ ステージ探索タイプ／単

結晶性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な合成法による高

性能 Liイオン電池正極材料開発」 

「フィージビリティスタディ ステージ探索タイプ／高

活性・抗菌性・化学的安定性を有する可視光応答型酸化

タングステン光触媒の実用化」 

「フィージビリティスタディステージ シーズ顕在化タ

イプ／革新的なダイヤモンド熱電子発電技術の開発」 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「超低損失パワーデバイス実現のための基盤構築」（二

酸化炭素排出抑制に資する革新的技術の創出） 

「SOFC 高機能化のためのイオン－電子流れ解析技術

の開発」（エネルギー高効率利用のための相界面化学） 

戦略的創造研究推進事業 先導的物質変換領域（ACT-
C） 

「プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化炭素の高効率

水素化触媒の開発と人工光合成への展開」 
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戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発

（ALCA） 

「多孔性配位錯体における高速イオン拡散を利用した高

出力型マグネシウムイオン2次電池の開発」 

「1 リグニンの可溶化（１段目） 1-②可溶化液の溶剤

分画とその詳細分析 1-④可溶化経路の詳細解析、最適

化 3 実バイオマスへの応用 3-①製紙工場の黒液、パー

ムの空房への適用」 

「リグニンとその反応生成物の平均分子構造解析（天然

多環芳香族からの構成単環芳香族類の単離回収基盤技術

開発）」 

「超電導システム／低炭素社会を支える輸送機器用超伝

導回転機システム／高温超伝導固定化巻線技術の研究開

発」 

「超高耐圧高効率小型真空パワーデバイス」 

「超高耐圧高効率小型真空パワースイッチの作製と評

価」 

 

国立大学法人東京大学 

内閣府最先端研究開発支援プログラム再委託 

「高性能蓄電デバイス創製に向けた革新的基盤研究」 

経済産業省平成24年度エネルギー使用合理化技術開発等

委託費再委託 

「革新炭素繊維基盤技術開発」  

 

栃木県森林組合連合会 

林野庁平成24年度森林資源活用型ニュービジネス創造対

策事業再委託 

「ガス化合成ガス製造の実証」（未利用森林資源のバイ

オオイル化等による小規模分散型・トータル利用システ

ムの構築） 

 

学校法人慶應義塾 

環境省平成24年度地球温暖化対策技術開発・実証研究事

業再委託 

「大学キャンパスの省 CO2化に向けたキャンパスエネ

ルギーマネジメントの実証研究」 

 

財団法人国際科学振興財団 

経済産業省関東経済産業局平成24年度戦略的基盤技術高

度化支援事業再委託 

「電子デバイス用超平坦性ダイヤモンド基板の自動切削

研磨技術開発」 

 

国立大学法人筑波大学 

環境省平成24年度環境研究総合推進費再委託 

「アジア低炭素社会の構築に向けた緩和技術のコベネフ

ィット研究」 

 

一般財団法人石炭エネルギーセンター 

NEDO ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェク

ト再委託 

「『コールバンクの拡充』における『石炭試料の受入れ

と微粉砕他』」 

NEDO 平成24年度戦略的次世代バイオマスエネルギー

利用技術開発事業（次世代技術開発） 

「流動層による石炭とバイオマスの共ガス化」 

 

株式会社いすゞ中央研究所 

経済産業省補助金事業再委託 

「SOFC（固体酸化物形燃料電池）を活用したパワート

レーンのシステム化研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 

先端研究助成基金助成金(最先端・次世代研究開発支援

プログラム) 

「太陽エネルギーの化学エネルギーへの革新的変換技術

の研究」 

平成24年度科学研究費助成事業（科研費） 

「CO2を作動媒体とする地中熱利用ヒートポンプの実験

および数値解析による研究」（特別研究員奨励費） 

「大面積単結晶グラフェン膜の carpet－like 成長プロ

セスの研究」（若手研究 B） 

「微細構造による蓄熱材の過冷却度制御の研究」（基盤

研究 C） 

「電力系統の特性を詳細に模擬した新しいエネルギーシ

ステムモデルの開発」（研究活動スタート支援） 

「中性子散乱による鉄系超伝導体のスピン揺動の研究」

（基盤研究 B） 

「不凍タンパク質の融解抑制機能の発現」（挑戦的萌芽

研究） 

「高強度超短パルスレーザーによって駆動された電離波

の構造と安定性に関する理論的研究」（基盤研究 C） 

「レーザープラズマ加速電子線を用いたフェムト秒 X
線パルス生成と時間分解 X 線回折応用」（基盤研究 B） 

「電子とのハイブリッド加速を用いたレーザー陽子ビー

ム生成」（挑戦的萌芽研究） 

「水素貯蔵材料の表面酸化による弾性作用の発現と水素

貯蔵温度の低下メカニズムの解明」（若手研究 B） 

「フェロアロイを用いたＶ系水素貯蔵材料の創製と貯蔵

水素の挙動の解明」（若手研究 B） 

「燐光寿命を利用した気体流れの温度速度相関計測」

（基盤研究 B） 

「原子クラスターの形態を制御した硫化物熱電材料の開

発」（若手研究 B） 

「固体電気化学を基盤としたイオンによる磁気特性の可

逆制御」（新学術領域研究（研究領域提案型）） 

「リチウム電池用電極材料の二相共存反応における核発

生と相境界移動メカニズムの解明」（若手研究 B） 

「水蒸気由来水素による水素化を伴う重質油からの軽質
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燃料油製造技術の開発」（若手研究 B） 

平成24年度科学研究費助成事業（科研費、研究分担者） 

「地域分散型のエネルギーシステムへの移行戦略に関す

る研究」（基盤研究 A、立命館大学より） 

「錯体水素化物における原子・イオン輸送機構の解明－

中性子散乱と陽電子消滅の相補利用」（基盤研究 A、大

学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構より） 

「MHz 級デトネーションエンジンの物理機構解明：バ

ルブ共振型と回転爆轟波型エンジン」（基盤研究 A、国

立大学法人筑波大学より） 

「急速合体加熱と定常中性粒子ビーム加熱を駆使した球

状トーラスの限界ベータ検証実験」（基盤研究 A、国立

大学法人東京大学より） 

「省エネ用半導体の実現に向けたマクロ・ナノ統合結晶

成長法の構築」（基盤研究 B、国立大学法人九州大学よ

り） 

「超高密度パワーSOC（Supply on Chip）用集積回路

基板の検討」（基盤研究 B、国立大学法人九州工業大学

より） 

「巨大振幅原子振動がもたらす新しい電子相の動的分光

法による研究」（新学術領域研究、国立大学法人神戸大

学より） 

「制度を媒介とした持続可能な発展と主観的福祉のリン

ケージ」（基盤研究 A、国立大学法人京都大学より） 

 

一般財団法人熱・電気エネルギー技術財団 

第20回研究助成 

「高効率硫化物熱電材料創製のための原子クラスターの

高機能化」 

 

公益財団法人東電記念財団 

平成21年度研究助成（基礎研究） 

「冷熱利用から高効率燃焼実現までを目的とした気体流

れのマルチスケール温度速度多次元同時計測」 

 

公益財団法人泉科学技術振興財団 

平成23年度研究助成 

「全固体リチウム－空気電池の構築とキャラクタリゼー

ション」 

財団法人スズキ財団 

平成23年度科学技術研究助成 

「エレクトロスピニング法を用いた Li および Na イオ

ン電池次世代材料開発」 

 

財団法人住友財団 

2011年度環境研究助成 

「グラフェンナノシートを用いた高活性、低コストリチ

ウムー空気電池の空気極の開発」 

 

財団法人矢崎科学技術振興記念財団 

2011年度奨励研究助成 

「全固体リチウム－空気電池の構造解析およびインピー

ダンス解析」 

 

発 表：誌上発表312件、口頭発表616件、その他50件 

--------------------------------------------------------------------------- 
エネルギーネットワークグループ 

（Energy Network Group） 
研究グループ長：安芸 裕久 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エネルギー利用効率の改善や炭酸ガス排出の削減、

化石燃料への依存度低減、需要側・供給側双方の多様

な要求の実現など、エネルギーを取り巻く種々の要望

をかなえるために、再生可能エネルギーを始めとする

分散型エネルギー源の導入と普及が期待されている。

しかし、電力やガスなどの既存のエネルギーのネット

ワークは、分散型のエネルギー源の導入を想定してい

ないため、分散型エネルギーの導入に制約が生じてし

まう。こうした制約を打破し、分散型エネルギー源を

大規模かつ有効に用いるためには、個別機器の制御運

用だけでは限界があり、多数のエネルギー機器をネッ

トワーク化して運用する技術が必要である。そこで、

分散電源を大規模に導入した場合の電力系統の電圧安

定化や需給バランス維持のための制御・運用技術、負

荷の平準化技術など分散型発電、電力貯蔵、可制御負

荷等からなるエネルギーネットワークの運用技術の開

発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ターボマシングループ 

（Turbomachinery Group） 
研究グループ長：壹岐 典彦 

（つくば東・西） 

概 要： 

持続可能社会の実現をもたらす分散型エネルギーネ

ットワーク技術の開発を積極的に推進している。 

[1]ガスタービンシステムの研究として、タービンを

石炭ガス化装置や燃料電池と組み合わせたシステムな

ど様々なサイクル計算を行い、燃料改質ガスの燃焼特

性など関連する研究を行っている。[2]ターボ機械を

出口として想定したデバイス・制御技術に取り組んで

いる。セラミック熱交換器などのエネルギーデバイス

の開発やその評価技術について研究開発を進めている。

流れの能動的制御に関して、誘電体バリア放電プラズ

マアクチュエータ（DBD-PA）の開発を進めており、

減速領域にできる剥離の抑制について研究している。

更にターボ機械の漏れ流れを減らす新しいプラズマア

クチュエータを考案し、開発を進めている。[3]ター

ボ機械に関わる材料・プロセス技術に取り組んでおり、
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炭素／炭素複合材料（C/C）・炭素繊維強化プラスチ

ック（CFRP）・セラミック基複合材料（CMC）・コ

ーティング等について研究開発を進めている。 
なお10月の風力発電グループ新設に伴い、風力発電

に関する研究、非接触吸着技術の開発は、新グループ

に移行した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

風力発電グループ 

（Wind Turbine Generation Group） 
研究グループ長：小垣 哲也 

（つくば東） 

概 要： 

 風力発電は、エネルギー・セキュリティ、地球温暖

化対策として期待される再生可能エネルギーの中でも

最も実用化が進んでいる一方で、国内における更なる

導入量の拡大と風力発電産業界の発展のためには、発

電コストの更なる低減が必要である。この課題に対し

て、日本のような台風襲来に伴う強風、山岳性の複雑

地形に起因する高乱流においても、安全性・信頼性を

確保するための次世代風力発電技術として、こうした

厳しい風特性を明らかにし、それらを反映した風車設

計のための風特性モデルを開発・評価した。この風特

性モデルは、JIS 規格として採用されるとともに、

IEC 国際規格としても提案し採用の目処を得ること

に成功した。更には、発電コストの低減、電力価値の

向上に向けた風車本体要素技術（次世代高性能ロータ、

風車制御技術の高度化等）、ならびに風力発電アセス

メント技術（風力エネルギーポテンシャル評価、年間

発電電力量評価、発電電力量予測、騒音影響評価等）

の研究を実施している。また、風力発電に関する国際

共同研究活動として重要な IEA 風力実施協定の契約

機関としての対応を通じて、風力発電の研究開発にお

ける日本のプレゼンス向上に貢献している。 

 

燃焼評価グループ 

（Combustion Control Group） 
研究グループ長：土屋 健太郎 

（つくば西） 

概 要： 

 燃焼に伴って生成するダイオキシン類、多環芳香族

化合物等の有害物質の排出低減に向けた研究を行って

いる。有害物質の生成機構を明らかにして本質的な生

成抑制を可能にする方針の下、実機の燃焼条件を模し

た基礎的な燃焼装置を用いて、クロロベンゼンやダイ

オキシン類に代表される有機塩素化合物の生成挙動や

反応機構の解明に取り組んでいる。PCB に代表され

る有機塩素化合物を分解し無害化処理する研究も行っ

ている。本年度は、新規に開発した触媒を使い、2-プ

ロパノール、水酸化ナトリウム、担持パラジウム触媒

系による脱塩素反応を大幅に高性能化することができ

た。 

 燃焼は一般に燃料と酸化剤の組み合わせよってその

特性を大幅に異にする。燃焼速度等の燃焼特性を再現

する数値シミュレーションに必要な素反応モデルの構

築にも取り組んでいる。本年度は、水素・メタンと支

燃性ガスの1つである三フッ化塩素との燃焼の数値計

算に必要な反応機構を構築するために、重要な素反応

過程の速度定数を量子化学計算等により推定した。ま

た、流動層燃焼における亜酸化窒素の生成および分解

過程で重要となる素反応についても同様な手法を用い

て探索した。 

 また、金属とその酸化物の酸化還元反応を利用した

新しい燃焼器の開発を目的とする研究も進めている。

本年度は、加熱および加圧状態での反応実験を行い、

新規に開発した粒子の循環特性・反応特性を調べ、最

適な粒子に関する知見を得ることができた。 

 

統合水素システムグループ 

（Integrated Hydrogen System Group） 
研究グループ長：中納 暁洋 

（つくば東） 

概 要：  

 太陽光や風力といった不安定な再生可能エネルギー

の導入促進を図るためには、同時に分散型エネルギー

システムの高度化、革新的利用技術の開発を行う必要

がある。その分散型エネルギーシステムを構築する上

で欠かせないエネルギー貯蔵・変換技術において、エ

ネルギー媒体としての水素の有効性に着目し、水電解

装置、燃料電池（または水電界-燃料電池一体型セル）、

水素貯蔵装置等からなる統合型水素エネルギー利用シ

ステムの研究開発を進めている。統合型水素エネルギ

ー利用システムは電気に加え熱や物質（水素）も併給

可能な特長を持ち、再生可能エネルギーを最大限取り

込むことができ、且つ優れた省エネルギー性を併せ持

つ低炭素化社会の公共インフラとなり得る定置型の水

素システムである。その実用化に向け、国際戦略的視

点を踏まえ国内外の研究者・技術者と協力して水電界

-燃料電池一体型セル、水素吸蔵合金を使用した水素

貯蔵装置等の要素技術開発に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

熱電変換グループ 

（Thermoelectric Energy Conversion Group） 
研究グループ長：山本 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 熱電変換は特殊な半導体や金属（熱電材料）を用い

て熱エネルギーと電気エネルギーを直接変換する技術

である。熱電材料に温度差を与えると起電力が発生す
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る効果（ゼーベック効果）を用いて、熱エネルギーか

ら電気エネルギーを取り出したり、逆に熱電材料に電

流を流すことで吸熱現象を起こす効果（ペルチェ効

果）を用いて物を冷やしたりすることができる。また、

熱電変換は温度が低く捨てられている低品位な未利用

排熱でも、電気エネルギーに変換することができる。

一方、熱電変換の効率は熱源の温度、熱電材料、モジ

ュールの性能に依存するため、その実用化普及には材

料からモジュール開発、高温と低温の熱源との熱交換

方法などまで幅広い研究開発が必要である。当グルー

プでは、未利用排熱を効率よく電気エネルギーとして

回収するための材料とモジュールの開発を進めている。

経済性を良くするためにはさらに、熱電変換用の材料

の高性能化が重要であり、このための材料開発を実施

している。また長時間使用したときの劣化モードの調

査や加速試験の方法も含め、モジュール性能評価技術

の開発にも力を入れている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

エネルギー貯蔵材料グループ 

（Energy Storage Materials Group） 
研究グループ長：児玉 昌也 

（つくば西） 

概 要： 

 電力貯蔵はエネルギー利用の多様化と高効率化のた

めに重要な技術の一つであり、大規模な定置型用途か

ら自動車・モバイル機器への搭載用途まで、二次電池

やキャパシタなどの電力貯蔵デバイスとして我々の社

会に必須のものとして利用されるに至る。炭素材料は、

導電性や化学的安定性などの優れた基礎的物性に加え、

結晶からアモルファスにわたる構造多様性を有するこ

とから、電力貯蔵デバイスの電極用部材として一部が

既に実用化されている。さらに最近脚光を浴びる一連

のナノカーボン材料の登場により、精密な構造的要素

の制御が可能になりつつあり、ナノカーボン材料が持

つ種々の特性を必要に応じて、いわばテーラーメード

で引き出すことで、蓄電デバイスの性能をより高いス

テージへと引き上げることが期待できる。当グループ

では、長年培ってきた炭素材料のナノ構造制御・解析

技術を活かして、電気化学キャパシタ用高性能電極の

開発を中心に行っている。また、革新的省エネルギー

システムの要素技術となりうる水素製造技術や水素貯

蔵技術に関しても、ナノカーボン材料技術を駆使しつ

つ、先導的な研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目６ 

 

先進プラズマ技術グループ 

（Innovative Plasma Technologies Group） 
研究グループ長：榊田 創 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 プラズマ現象は太陽など宇宙において普遍的であり、

地球上においても様々な科学・産業分野において利用

され、人類の発展に貢献してきている。当グループで

は、プラズマ等に関する技術を核として更に発展させ

ることで、エネルギー・環境を始めとして様々な分野

への融合・展開を図り、新産業創出を目指して研究開

発を行っている。 

 平成24年度は、主に次項に関して研究を進めた。プ

ラズマ医療に関して、文科省科研費新学術領域「プラ

ズマ医療科学の創成」、経済省「医療機器ガイドライ

ン策定事業」、及び経済省「国際標準開発事業」を通

して、低侵襲プラズマ止血機器の早期実用化に向けた

活動を行った。更に、プラズマ医療機器に関する国際

標 準 化 に つ い て International Electronics 
Commission と協議を行った。 

 放電による高効率ガス処理に関する研究に関して、

交流・直流重畳放電システムを構築し、電源効率を含

めた総合エネルギー効率の向上を確認した。 

 パルス電子ビームによる表面処理を目的とし、電子

ビームシステムの主要部分の製作を行った。 

 炭素電極を用いたアーク放電と RF 放電により、炭

素プラズマの定常維持に成功した。 

 アリカリ金属熱電発電の高効率化に関する研究とし

て、新規電極の試作を進めた。 

 再生可能エネルギーに関する数多くの出前講座を行

い、啓蒙活動に貢献した。 

 また、第3回、第4回プラズマ医療・健康産業シンポ

ジウム、及び所内プラズマ研究会を共催し盛況の内に

終了した。 

 

水素エネルギーグループ 

（Hydrogen Energy Group） 
研究グループ長：中村 優美子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 水素エネルギー社会を実現するためには、気体で希

薄なエネルギーである水素の効率的な輸送・貯蔵法を

確立することが不可欠である。水素貯蔵材料は、液体

水素と同等以上の高い体積水素密度で水素を貯蔵でき

る材料であり、燃料電池自動車の燃料タンクを始めと

する、多くの用途に利用できるものと期待されている。

自動車用としては、現状では質量水素密度が十分では

ないため、これを向上させることが課題とされている。

当グループでは、これまでに軽量な水素貯蔵材料の開

発を進め、世界最高レベルの約3質量%の水素吸蔵量

を持つ材料の開発に成功しているが、さらに軽量な金

属からなる新規材料の提案及び開発を目指している。

また、定置用水素貯蔵システムに利用する材料として、

体積貯蔵密度が高く、コストの低い材料の開発も進め
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ている。これら材料開発を支える基盤研究として、水

素貯蔵材料の結晶構造および局所構造を解析するため

の水素雰囲気下（in-situ）における X 線回折法・

PDF 法、中性子回折法、陽電子消滅測定法、固体

NMR 法など各種測定手法の開発と材料解析への適用

を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

太陽光エネルギー変換グループ 

（Solar Light Energy Conversion Group） 
研究グループ長：佐山 和弘 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 太陽光エネルギーの高効率な利用による、クリーン

エネルギーの生産プロセスの提案と実証を最終的な目

標とし、新しい次世代型太陽電池として注目されてい

る色素増感太陽電池、及び太陽光エネルギーを利用し

て水を直接分解し水素を合成し、さらに炭酸ガスを固

定する人工光合成について研究を行っている。色素増

感太陽電池については、モジュールを構成する単セル

の高効率化を目指した技術開発を中心に、高効率化・

耐久性の向上に向けた基礎的知見を得ることを目指し

ている。具体的には、近赤外光まで利用できる錯体増

感色素の開発およびその新規色素を有効利用できる酸

化物半導体電極や電解液、セル構成法の開発を行い、

2020年までに単セルの変換効率15%以上の実現を目標

としている。人工光合成については、水を水素と酸素

に完全分解するための高性能光触媒や光電極の半導体

材料の開発、反応機構の解明、可視光を高効率で利用

する反応システムの設計、炭酸ガスをギ酸に還元する

錯体触媒開発、環境浄化光触媒開発等を行い、その実

現可能性について検討している。 

研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ題目

９ 

 

新燃料グループ 

（Advanced Fuel Group） 
研究グループ長：鷹觜 利公 

（つくば西） 

概 要：  

 「エネルギー安定供給の確保」と「地球環境への適

合」の観点から、世界的に埋蔵量が豊富な未利用低品

位炭、非在来型石油等の重質炭素資源を、高効率でク

リーンな燃料、化学原料に転換する技術開発を実施す

る。グループの主要な研究開発課題は次の3項目であ

る。１．クリーンコールテクノロジーとして、低品位

炭の新規触媒ガス化技術の開発、溶剤改質あるいは水

熱抽出による原料化と高品位燃料への転換技術の開発

を行う。２．重質油および超重質油のアップグレーデ

ィング技術として、凝集構造緩和、超臨界水分解、水

素化分解、水蒸気を用いた触媒分解等の技術開発を行

う。３．多様な重質炭素資源の利用拡大のための基盤

技術として、未利用低品位炭、非在来型石油、リグニ

ンに対して新規詳細構造解析法、及び反応性評価法を

開発する。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

クリーンガスグループ 

（Clean Gas Group） 
研究グループ長：鈴木 善三 

（つくば西） 

概 要： 

 石炭・バイオマス・未利用廃棄物などの有機物をク

リーンに、かつ、高効率で使用することを目的として、

石炭・バイオマス・プラスチック廃棄物等を対象に、

主として流動層技術を応用した装置によりガス化・熱

分解し、ガス・液体燃料・化学原料に転換する方法の

研究を実施している。この他に、加圧条件でのバイオ

マスの固定層ガス化、触媒循環流動層を用いたメタン

からのベンゼンの選択的合成プロセスの開発、アンモ

ニアを水素媒体とする新エネルギーシステム、中国を

念頭に置いた低温脱硝触媒の開発等、固体を含む多相

系の反応装置を中心としてエネルギー・環境問題に資

するための研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

エネルギー社会システムグループ 

（Socio-economics and Policy Study Group） 
研究グループ長：村田 晃伸 

（つくば東・西） 

概 要： 

 長期的視点に立って、新しいエネルギーシステムの

導入シナリオや社会経済的側面等について研究する。

具体的には、基盤的研究や広範な調査研究により取得

する評価データに基づいて、次のような分野の研究を

推進する。(1)技術の社会的受容性や地域への分散電

源の導入促進に係る制度的側面、(2)二酸化炭素の回

収隔離に関する政策研究、(3)エネルギー経済モデル

などを用いた長期的エネルギーシナリオの分析、およ

び(4)技術導入による社会へのインパクトに関する研

究。これらの研究開発を通じて、国内外の研究者や政

策担当者とのネットワークも醸成し、国際戦略的視点

をも踏まえて、エネルギー技術政策及びそれとリンク

した二酸化炭素削減に係る政策を支援・提言する役割

を果たす。 

研究テーマ：テーマ題目11 

 

熱・流体システムグループ 

（Thermal and Fluid System Group） 
研究グループ長：平野 聡 
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（つくば東・西） 

概 要： 

 再生可能エネルギー、人工排熱等の未利用エネルギ

ーの導入を促進し、高効率のエネルギー需給とエネル

ギー利用効率の向上を図った分散型エネルギーネット

ワークシステムの構築を目差して、熱・流体システム

に関わる要素技術や計測・制御技術の開発およびシス

テム化の検討等を行い、低炭素社会の実現に資するこ

とをグループの目標としている。 

 具体的なテーマとして、固体酸化物形燃料電池

（SOFC）とスターリングエンジンの複合利用を目指

した研究開発、再生可能エネルギー熱利用計測技術の

開発、相変化を利用した高効率の蓄熱技術に関する研

究、100℃超の熱利用を可能にする次世代ヒートポン

プシステムの研究開発、大地の熱的機能を利用する冷

暖房・給湯システムの研究、氷粒子の凝集抑制による

冷熱輸送媒体の高機能化の研究開発、感温燐光粒子や

蛍光体粉末を用いた流体温度・速度分布の同時計測手

法の開発、中空カプセル製造へのマイクロバブル応用

技術の研究開発等を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

超電導技術グループ 

（Superconductor Technology Group） 
研究グループ長：山崎 裕文 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 液体窒素温度で電気抵抗がゼロとなる高温超電導酸

化物の電力機器などへの応用を目指して、超電導材

料・素子の作製・評価技術、マグネット製作技術と応

用技術、冷却技術などの研究を行なっている。 

 超電導送電ケーブルに事故電流が流れた時のケーブ

ル内温度変化や冷却システム内の圧力変化等を、数値

解析により詳細に評価した。実ケーブルでは、過電流

通電後にケーブル冷却系の圧力上昇やケーブル内冷媒

流量の急激な低下が観測されていた。数値解析結果は、

ケーブルコア内に入り込んだサブクール窒素が加熱さ

れてケーブル両端の端末部に流出することが、これら

の異常を引き起こしていることを示していた。実際の

現象をよく説明できたことで、超電導送電ケーブルを

実系統に導入する際の設計・運用指針を明らかにする

ことができた。また、医薬用タンパク質の分離精製を、

低コスト、高効率で行う超電導磁気分離装置の開発を

行った。本装置は高速励磁・消磁超電導電磁石、卓上

型冷凍システムおよび磁気ナノビーズ捕捉用磁性フィ

ルターにより構成されている。懸濁液中のナノ磁気ビ

ーズの回収実験では、磁気ビーズの捕捉率：97.8%、

回収率：94.1%と、満足のいく結果が得られ、今後の

量産対応の実用機開発に向けて設計指針を確立した。 

研究テーマ：テーマ題目13 

燃料電池システムグループ 

（Fuel Cell System Group） 
研究グループ長：山本 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

燃料電池システムグループでは、大幅な炭酸ガス排

出削減、省エネルギーが期待できる固体酸化物形燃料

電池（SOFC）についてセル性能評価技術、システム

評価解析技術の研究開発を行うとともにそれら試験方

法の規格・標準化を通して、SOFCの早期実用化を支

援する。また、SOFCシステムのさらなる高効率化を

目指し、ガスサイクル技術や排熱利用技術の検討、ゼ

ロエミッションSOFCシステム等、次世代SOFCの可

能性と、それらの開発時の課題を明らかにするための

基礎研究を実施している。これらの研究で蓄積した電

気化学技術、セル作製技術を利用し、高温水蒸気電解

技術の用途拡大についても研究開発を実施している。 

研究テーマ：テーマ題目14 

 

燃料電池材料グループ 

（Fuel Cell Materials Group） 
研究グル―プ長：堀田 照久 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）の耐久性・信頼性

の向上は、商用化・本格普及のために重要な技術課題

である。当グループでは、SOFC セル・スタックの

耐久性・信頼性の向上に関する研究開発を主として行

っており、スタックメーカー及び大学等と協力しなが

ら、その劣化機構解明・耐久性向上を推進している。

4万時間以上の耐久性を確保するためには、微少な化

学変化や不純物反応挙動を詳細に捉える必要がある。

そこで、微量成分の検出感度が高い2次イオン質量分

析法（SIMS）、結晶相の微妙な変化を検知できる顕

微ラマン分光法などを適用し、構成部材・材料の特定

部位での変化を詳細に分析し、劣化機構を解明してい

る。実機試料に含まれる微量成分を ppm レベルで分

析し、劣化に及ぼす影響を明らかにするとともに、不

純物による加速劣化試験法も検討している。また、劣

化機構・反応機構をより詳細に解明するための新規分

析・解析法の検討も行なっている。さらに、次世代

SOFC に適用される材料の基礎研究も行なっている。 

研究テーマ：テーマ題目15 

 

エネルギー界面技術グループ 

（Energy Interface Technology Group） 
研究グループ長：周 豪慎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 固体・液体・気体の界面において、物質・イオン・
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電子の移動、吸着、注入や、酸化・還元など物理化学

の現象を解明すると共に、それらを上手く利用した、

クリーンなエネルギー貯蔵／変換デバイス（＝リチウ

ムイオン電池、ナトリウムイオン電池、金属－空気電

池など革新蓄電池）や環境保全技術（＝超親水／超撥

水界面技術、環境汚染検出素子など）の開発を目標と

している。 

 平成24年度は、高性能リチウムイオン電池やナトリ

ウムイオン電池のための優れている活物質などを利用

した電極の合成と電池性能の評価、中温領域で作動す

るリチウムイオン電池の構築と評価、リチウムイオン

電池の安定性と劣化メカニズムの解明、革新的な電解

液や触媒などを利用した水系・有機系・固体電解質系

などのリチウム－空気電池の開発、およびリチウムレ

ドックスフロー電池などの研究開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目16 

 

電力エネルギー基盤グループ 

（Energy Enabling Technology Group） 
研究グループ長：西澤 伸一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 将来の電力化社会では、電力エネルギーが時空を超

えてユビキタスに利用される。そのため、2030年まで

に高度電力エネルギーマネージメントシステムの実用

化に不可欠な次世代エレクトロニクスの実現を目指し、

以下の研究開発を行っている。１）次世代パワーデバ

イスとその材料研究（パワーエレクトロニクス産業の

基盤となる次世代ウェハ基礎研究、GaN およびダイ

ヤモンドなどの次世代半導体素子の実現を目指した物

性、デバイスおよび応用基礎技術の研究、ダイヤモン

ド特有の電子物性をいかした発光素子、光センシング

と駆動、新型パワーデバイスなどの新規デバイスの研

究、Si 極限パワー半導体とその材料・プロセス技術）、

２）パワーエレクトロニクスシステム集積化技術の研

究（次世代パワーエレクトロニクス信頼性設計技術の

研究、超小型高熱流束冷却技術とその応用研究、ポリ

ダイヤモンドを使った3次元集積化技術の研究、パワ

ーエレクトロニクス統合設計法とそれによるバーチャ

ルプロトタイピングの研究）、３）新グリッドの応用

基礎技術の研究（新グリッドのエネルギーマネージメ

ントのキーとなる超小型電力変換技術およびインテリ

ジェントスイッチ技術の研究、外部と連携による新し

いグリッドコンセプトの研究） 

研究テーマ：テーマ題目17 

 

BTL 触媒グループ 

（BTL Catalyst Group） 
研究グループ長：村田 和久 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 循環型資源利用とエネルギーセキュリティーに貢献

するため、バイオマス原料からの輸送用燃料製造のた

めの統合化技術構築を目的として、ガス化により得ら

れる合成ガスの液化のための触媒技術の高度化を中心

とした開発を行う。BTL プロセスは、ガス化－ガス

精製－FT－水素化分解・異性化からなり、類似の天

然ガス由来の GTL などと比べて小規模分散型になる

ことが想定されている。このため、プロセスのシンプ

ル化、低圧化が求められるため、BTL 触媒チームで

は、液化工程である FT 反応の固定床低圧化と、水素

化分解技術の簡略化を念頭にした研究を行う。また、

生成物としては、燃料を目指したガソリン、灯軽油だ

けでなく、化学品中間体を念頭に置いたバイオ合成ガ

スからのエタノール等の混合アルコール合成や、ガス

化を経由しないバイオマスの直接熱分解による液体燃

料合成についても、併せて触媒開発を行っている。 
研究テーマ：テーマ題目18 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］電力平準化・グリッド自律運用のため

のエネルギーマネージメントシステム技

術（←重点課題一覧のタイトルは「エネ

ルギー統合運用システム技術」） 

［研究代表者］安芸 裕久 

（エネルギーネットワークグループ） 

［研究担当者］安芸 裕久、村田 晃伸、近藤 潤次、

韓 世炅（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

風力発電、太陽光発電を始めとする再生可能エネルギ

ー発電に対する期待が高まっている。これらの発電技術

は化石燃料を消費せず二酸化炭素も排出しないために地

球温暖化対策として重要性が高いが、反面では出力が不

規則に変動するという短所を抱えている。出力変動に対

して何の対策も取らずに、これらの電源を大量に電力系

統に導入すると、系統周波数や配電線電圧の適正な管理

を困難にする可能性が指摘されている。スマートグリッ

ドは、風力発電や太陽光発電の出力変動が電力系統に与

える悪影響を緩和して電力系統への受入れ可能量を大幅

に拡大する技術として注目を集めているが、スマートグ

リッドの実用化には蓄電池や負荷制御などの要素技術開

発が不可欠である。 

本研究は、風力発電、太陽光発電の出力が不規則に変

動したときに系統の周波数変動を安定化させるための負

荷制御技術を開発し、試作器の開発等により実証するこ

とを目的としている。負荷制御技術は高価な蓄電池によ

る制御を補完し、電力系統側にも需要家の側にも大きく

負担を増やさずに、風力発電等の再生可能エネルギー発

電の導入量を拡大する効果を発揮すると期待される。 

 本年度は、コンプレッサの回転数を制御することで消

費電力を連続的に調節できる CO2冷媒ヒートポンプ式
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給湯機を試作し、試験を行って応答性等の検証を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー発電、スマートグリ

ッド、周波数変動、CO2冷媒ヒートポン

プ式給湯機、直接負荷制御 

 

［テーマ題目２］エクセルギー再生技術に関する研究開

発 

［研究代表者］壹岐 典彦（ターボマシングループ） 

［研究担当者］壹岐 典彦、井上 貴博、菊島 義弘、 

鈴木 雅人、瀬川 武彦、藤田 和宏、 

松沼 孝幸、岡田 孝、加藤 あづさ、 

川添 美智子、千坂 文武、袖岡 賢 

（常勤職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

熱・化学エクセルギー再生と自己熱再生の概念を適用

して、SOFC システム内で発生する熱・未燃燃料を高

度に利用して、SOFC およびを SOFC－熱機関ハイブ

リッドシステムの高効率化を図るとともに開発上の課題

を把握する。そのために、システム構成、評価手法につ

いて研究するとともに、自己熱再生に必要な装置の基盤

技術を研究している。エクセルギー再生に必要となる

600～1000℃の高温で使用可能な熱交換技術の開発を進

めた。セラミック熱交換器の熱交換部のために、高温域

において、高い熱伝導率と信頼性を両立させるセラミッ

ク基複合材料の製造技術に取り組んだ。セラミック材料

特有の脆性破壊を薄層の積層によって回避する構造とし

た開発複合材料について、破壊挙動を調べたところ、亀

裂進展の偏向が観察され、この構造による高靭化が確か

められた。また、セラミック熱交換器の断熱部のために、

高温域断熱構造壁形成技術に取り組んだ。熱の放散を抑

制する遮熱壁を形成するため、サスペンションプラズマ

溶射法（SPS 法）の開発と適用を進め、溶射のパラメ

ータを適切に選択することにより、粒子径および気孔率

の幅広い制御が可能であることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SOFC、エクセルギー、熱交換器、セラ

ミック基複合材、プラズマ溶射 

 

［テーマ題目３］統合型水素利用システムの開発 

［研究代表者］中納 暁洋 

（統合水素システムグループ） 

［研究担当者］中納 暁洋、伊藤 博、前田 哲彦、 

宗像 鉄雄、周 卓敏、黄 哲敏、 

高木 聡美、鈴木 かほり 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

統合型水素エネルギー利用システムは純水素をエネル

ギー媒体とする高効率な水素製造技術、貯蔵技術、供給

技術および燃料電池等からなる定置型の水素システムで

ある。再生可能エネルギーや余剰電力を水素に変換・貯

蔵し、需要に応じて電力・熱の他、燃料として水素を供

給する機能を備え、省エネ、負荷平準化、系統安定制御、

水素インフラ整備、災害時非常用設備の普及等、社会が

求める諸要求に応えることが出来るシステムの実現を目

指し研究開発を進めている。そのためシステムを構成す

る各要素技術の更なる高性能化を図る研究を推進してい

る。 

統合型水素エネルギー利用システムの水素貯蔵装置に

関しては開発した横置型水素吸蔵合金タンクを用いて再

生可能エネルギー（太陽光）で製造した水素の貯蔵実験、

及びその水素を燃料電池に供給する水素放出実験を実施

した。水素貯蔵実験では循環水入口温度を12℃の条件で、

また、太陽光の時間変化により、水電解装置で製造され

る水素量が変化するためマスフローコントローラを用い

ての水素流量制御は行わないこととした。そのため循環

水の流量は、水素の最大供給流量時（18NL/min）に循

環水の入口と出口の温度差がおよそ3℃となるよう1720 

ml/min に設定し実験を行った。組成（H/M）が0.15か

ら実験を開始し、ほぼフルチャージ状態の H/M＝0.977

まで6403NL の水素を吸蔵させた。その結果、この実験

条件下では合金の反応熱をほぼ全て回収することができ

ることを確認した。この非常に良好な合金反応熱の回収

率については、日没に近付くにつれ製造される水素量が

減り、それに伴い水素吸蔵量も減少することからタンク

内部の温度が下がり、タンク外筒を含む全ての材料に蓄

えられた熱が循環水で回収されたことによる。なお、こ

の実験で得られた水電解装置の効率は48.5%であった。

一方、水素の放出実験でもマスフローコントローラによ

る水素流量制御は行わず燃料電池の運転を試みた。循環

水入口温度を22℃に設定し、循環水入口と出口の温度差

が約5℃となるよう循環水流量は1150ml/min とした。

また、水素吸蔵合金タンクの水素供給能力を鑑み燃料電

池の不可抵抗値は0.5kW とした。実験は H/M＝0.977

から開始し、約5時間半で6437NL の水素を燃料電池に

供給した。実験の結果、合金反応熱の回収率は 96.0%
と放出実験においても高い回収率が確認できた。なお、

燃料電池の効率は14.8%と低いが、これについては燃料

電池のスペックと水素吸蔵合金タンクの水素供給能力の

ミスマッチによるものであり、あらかじめ予想された結

果である。次に、水素吸蔵合金材料について脱希土合金

の応用可能性を探るため、いくつかの材料について耐水

分性能評価試験を行った。その結果、水素の吸蔵・放出

を30回程度繰り返した試験で著しい劣化があった AB2

系の合金に1%程度 La の（希土類であるが微量）を添

加することにより耐水分性能が向上することを発見した。

更に、実用を想定した充填率における耐水分劣化試験を

可能とするため、任意の水分濃度の水素の製造方法を確

立した。 

水電解・燃料電池一体型セル（可逆セル）の開発では、
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酸素極側ガス拡散層（GDL）に PTFE を添加すること

によるセル性能に対する影響を3種類の流路において行

った。その結果流路内ガス流速が比較的遅い流路の場合

に PTFE の撥水性が燃料電池性能を改善することが明

らかになった。また、GDL 断面方向の PTFE 分布に着

目し、PTFE 分布を従来に比べ顕著に均一化させる方法

を考案した。その均一化の効果を実際のセル性能試験で

検証し、この GDL 内 PTFE 分布均一化が、可逆セルの

水電解運転時には性能にほとんど影響を及ぼさない一方、

燃料電池運転時には高加湿条件下で性能を改善すること

を確認した。これは PTFE 分布の均一化により、GDL
内の生成水の排出機能が強化されたためであると推論で

きる。また、GDL 単体の孔径や濡れ性、透過度を測定

する装置を自作し、測定を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］水素システム、水素貯蔵、水素吸蔵合金、

水電界-燃料電池一体型セル、水電解、

燃料電池 

 

［テーマ題目４］熱電変換による SOFC の排熱利用 

［研究代表者］山本 淳（熱電変換グループ） 

［研究担当者］山本 淳、小原 春彦、李 哲虎、 

太田 道広、國井 勝、高澤 弘幸、 

西当 弘隆、長瀬 和夫、高島 泰子、

島田 和江（常勤職員4名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池システムの内部には、燃料ガス、空気、水蒸

気等の様々な物質の輸送経路があり、これらの経路間で

はシステム性能を向上させるために効率的な熱交換が行

われている。中には大きな温度勾配を伴うエクセルギー

ロスが大きい熱交換部位もある。このような部分に熱電

発電モジュールを取り付けることにより電力を回収し、

本来の燃料電池セルスタックの発電出力に加えてさらに

出力を得ることができれば、燃料電池システム全体の効

率を上げることができる。 

 本研究では1kW 級 SOFC に組み込む事を想定した、

小型で信頼性の高い高性能熱電発電モジュールの開発を

目標としている。ビスマステルル系材料よりも高温度域

（300℃以上）で利用できる新規熱電材料の開発と発電

モジュールの試作を実施している。これまでにスクッテ

ルダイト、亜鉛アンチモン、硫化物、鉄系化合物等の性

能向上に取り組み、また実際にこれらの材料を使用した

発電モジュールの試作を行なっている。平成24年度はモ

ジュールの信頼性の評価方法を検討し、市販モジュール

や、試作モジュールを使用して1000時間程度の長期耐久

試験を実施し、劣化／破壊モードの確認を行った。また

SOFC システムからの低温排熱回収（～100℃）につい

ては第2世代の熱交換器形発電ユニットをを試作し、温

度差90℃に於いて15W/L 程度の出力密度を得ることが

できるシステムの実証試験を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池（SOFC）、熱電

発電、熱電モジュール、排熱利用、熱交

換器 

 

［テーマ題目５］高パワー密度電気化学キャパシタの開

発 

［研究代表者］児玉 昌也 

（エネルギー貯蔵材料グループ） 

［研究担当者］児玉 昌也、曽根田 靖、吉澤 徳子、

棚池 修、井元 清明、山本 恭世、 

山口 貴史（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 自然エネルギーの出力変動緩和や負荷平準化など、電

力貯蔵技術には幅広い用途が期待されている。特に高速

充放電（パワー密度）が必要とされる場面においては、

電気化学キャパシタが重要な役割を担うことになる。キ

ャパシタの高パワー密度化において、活性炭等の多孔質

カーボンが持つ複雑な細孔構造は、イオンのスムーズな

拡散を阻害する要因となる。カーボンナノチューブでは

この問題は改善されるが、コスト面等で実用化にはまだ

高い障壁がある。そこで本年度は MgO を鋳型として調

製されるメソポーラスカーボン（MgO-MPC）を利用し

たキャパシタの設計に取り組んだ。MgO-MPC は製造

コストが安価で、工業的に生産可能な初のテンプレート

法カーボン材料である。また電解質イオンの移動に影響

の大きいメソ孔領域（2～50nm）をコントロールするこ

とが可能で、使用する系に応じた最適な電極を実現しう

る。メソ孔の平均径が3nm で表面積が1450m2/g の

MgO-MPC で調製した電極を評価したところ、セル容

量（23.8F/g）は活性炭（19.4F/g）より大きく、さらに

高速充放電特性も遙かに優れていることが判明した。ま

た、低温下での性能劣化も小さく、-60℃においても

92%（活性炭:30%）の極めて大きな容量保持率を示し

た。この成果により、高速充放電特性と体積エネルギー

密度のバランスを取りながら、用途に応じて最適化され

た電極の設計が可能になると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］電力貯蔵、電気化学キャパシタ、ハイブ

リッドキャパシタ、メソポーラスカーボ

ン、低温特性、高速充放電特性 

 

［テーマ題目６］エネルギーの高効率分散型利用のため

の化学系エネルギー貯蔵媒体改質技術の

開発 

［研究代表者］高木 英行 

（エネルギー貯蔵材料グループ） 

［研究担当者］高木 英行、安藤 祐司、松岡 浩一、 

倉本 浩司、姫田 雄一郎、山本 恭世、

相澤 麻実、熱海 良輔、加藤 義重 
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（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

化石資源や再生可能エネルギーを効率的かつ有効に活

用するためには、貯蔵・輸送性に優れたエネルギーキャ

リアを用いた分散型エネルギーシステムを確立する必要

がある。本テーマでは、エネルギーキャリアとして有望

な水素を利用したエネルギーシステム構築に対し基盤と

なる R&D として、「化学系エネルギー貯蔵媒体の効率

的な改質および利用技術の確立」を目的とした研究開発

を遂行する。メタノールやエタノール等のアルコールは

液体化学系水素貯蔵媒体として有望であり、これらを用

いることで遠隔地にある水素ステーション等への安定し

た水素供給が可能となる。また、アンモニアを用いれば

二酸化炭素を排出しない水素供給サイクルの構築が可能

になる。ギ酸は、二酸化炭素／水素の変換に伴う熱力学

的エネルギーの変化が小さいため、改質に伴うエネルギー

損失の低減が期待できる。本研究は、これら化学系水素貯

蔵媒体から高効率で水素を製造するための触媒および反

応操作を探索し、得られた知見を元に水素製造プロセッ

サーを開発することを目的とする。 

本年度は、高効率アンモニア分解プロセスを利用した

水素製造技術の開発に向けて、調製した触媒の担体、細

孔構造がアンモニア分解活性に及ぼす影響を、流通式触

媒活性評価装置を用いて評価した。その結果、担体の細

孔構造、担体の種類によってアンモニア分解に大きな影

響を与えることを見出した。さらに、調製した触媒によ

るアンモニア分解のメカニズムも明らかにした。また、

エタノール改質反応に対する金属担持触媒の活性を、流

動層反応器ならびにマイクロ波照射型改質反応器を用い

て評価した。その結果、コバルト触媒は、貴金属触媒と

同程度の高いエタノール転化率を与え、かつ副反応であ

るメタン生成も抑制できることを見出した。マイクロ波

照射によるエタノール改質に関しては、通常の電気炉加

熱による改質とはメカニズムが異なることが示唆された。

さらに、昨年度までに開発したギ酸分解触媒を利用した

水素、二酸化炭素の連続分離に関するプロセス開発のた

めの基盤研究も展開し、加圧− 冷却の組合せによる純水

素製造の可能性を示すことに成功した。 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の燃料多様化（バイ

オマス、低質炭）を目標として、固体炭素を直接利用す

る発電方式の開発も進めた。燃料極として溶融塩（硫酸

ナトリウム）を用い、これの酸化還元反応を利用しなが

ら電気化学的に酸素を輸送して燃料電池反応を進めると

いうものである。800℃付近で用いて数ミリの直径を有

する石炭粒子を用いて溶融塩を還元でき、酸素キャリア

ーとして機能する可能性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分散型エネルギーシステム、化学系エネ

ルギー貯蔵媒体、水素製造、アンモニア、

アルコール、ギ酸、触媒 

［テーマ題目７］水素・再生可能エネルギーに関する研

究 

［研究代表者］中村 優美子 

（水素エネルギーグループ） 

［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司、浅野 耕太、

松本 愛子、榎 浩利、 

Kim Hyunjeong、野口 一夫 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

低炭素社会の実現のためには、再生可能エネルギーの

導入拡大とエネルギー利用の高効率化を進めていく必要

がある。太陽光を1次エネルギー、電力と水素を2次エネ

ルギーとして利用する形態は1つの理想の形といえる。

太陽光や余剰電力を利用して水素を製造し、建物や車両

において燃料電池により水素を電力や熱に再変換する

「水素エネルギーシステム」が社会に導入できれば、そ

の形に大きく近づく。このシステムは既存の電力系統や

マイクログリッドとも共存可能で、電力平準化にも寄与

できる。そこで、本課題では、水素エネルギーシステム

の構築を目指した水素の製造・貯蔵・利用技術の研究開

発を行うこととし、当グループでは、本システムに適用

するための水素貯蔵材料の研究開発を行った。 

 定置用水素貯蔵システムに用いる水素貯蔵材料として、

コストが高く資源的制約の大きいレアアース元素を用い

ない TiFe 合金が有望と考え、そのシステムへの適用可

能性について昨年度より検討を開始した。実用上の課題

である初期活性化処理の低温化について、Fe の一部を

Mn に置換することにより克服可能であることがわかっ

たため、今年度は Ti（Fe, Mn）合金をベースに開発を

進めた。 

 もう1つの大きな課題である繰り返し耐久性、水分な

ど不純物への耐性について検討するため、まず Ti（Fe, 
Mn）合金の耐久性および水分耐性評価を行った。純水

素での100回程度の繰り返しにより2段目のプラトー領域

の圧力が上昇し、結果として吸蔵量の減少が起こること、

また、水分40ppm を含む水素では初期から吸蔵量が

10%弱減少することがわかった。この吸蔵量低下を抑制

するために Mn の一部を他の元素で置換して効果を調

べたところ、V を置換した場合に吸蔵量低下が抑制され

ることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵、水素貯蔵材料、定置用水素貯

蔵システム 

 

［テーマ題目８］色素増感太陽電池の高機能化と信頼性

向上のための基盤研究 

［研究代表者］佐山 和弘 

（太陽光エネルギー変換グループ） 

［研究担当者］佐山 和弘、北尾 修、草間 仁、 

小西 由也、小野澤 伸子、舩木 敬、
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杉原 秀樹、春日 和行、中澤 陽子、

船越 裕美、田村 光裕 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 クリーンで無尽蔵な太陽光エネルギーの高効率な利用

を目的として、次世代型太陽電池として注目されている

色素増感太陽電池について検討し、高効率な光電変換を

実現するための技術開発を行っている。色素増感太陽電

池は、酸化チタン粉末などの安価な素材を利用し、製造

プロセスが容易なため、大幅なコストダウンが期待され

ている次世代の太陽電池であり、近年大きな注目を集め

ている。色素増感太陽電池はパワーデバイス用途だけで

なく、電極基板材料や色素を変えることによって形状や

色彩に多様性をもたせることが容易な電池である。基板

をガラスからプラスチックフィルムに変えることでフレ

キシブルな電池を作ることが可能であることに加えて、

朝夕の斜めからの太陽光や室内などの弱い場所でも高い

光電変換性能で発電することからインテリア用、インド

ア用太陽電池としての利用も期待されている。研究の具

体的な内容としては、近赤外光まで利用できる錯体増感

色素の設計合成、酸化チタンを代表例とする酸化物半導

体電極の製造技術、酸化還元電解質溶液の構成・調製法、

対極、セル構成法等の要素技術について検討し、世界最

高水準の光電変換特性を持つ色素増感太陽電池を開発す

る。 

 平成24年度は、新規ルテニウム錯体色素の開発、電解

質溶液系の最適化、計算科学と色素合成との融合連携、

反応機構解明、色素増感起電力応用研究などを行った。

色素増感太陽電池用増感剤としては、世界最高レベルの

変換効率を示す、テルピリジントリカルボン酸とフェニ

ルピリミジン誘導体を配位子とするシクロメタル化ルテ

ニウム錯体色素の分子構造と性能の関連について、フェ

ニルピリミジン配位子に電子吸引性基であるトリフルオ

ロメチル基を位置と数を変えたものを合成し詳細な検討

を行い、従来十分な情報がなかった電子を失った色素が

再生される過程に必要なヨウ素レドックスとのエネルギ

ー差について明らかにし、今後の分子設計への指針を得

た。色素増感太陽電池の電解液と増感色素との相互作用

解明と安定性向上の研究に関しては、既存の基準色素だ

けでなく、産総研で開発した色素の構造も電解液中の成

分との相互作用に大きな影響を与えていることが示唆さ

れた。色素自体や色素増感セルの安定性にもその構造の

違いが影響することを見いだした。また、色素増感セル

と光電極の複合システムに関しては、同じソーラーシミ

ュレータ下で、独立した色素増感セルと光電極の電流－

電圧特性が分かれば、複合システムによる水分解水素製

造の効率がほぼ推定できることを明らかにした。 

開発した新規色素に関しては順次データベースに情報

を格納した。色素構造、分子量、慣用名、異性体、溶液

中の吸収スペクトル、吸光係数、吸収末端波長、各吸収

max 波長、酸化還元電位、（HOMO、LUMO）、電池特

性（Jsc, Voc, ff, ηsun）IPCE スペクトル、IPCE 最高

値、LHE、測定条件などを整理した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］色素増感、太陽電池、錯体色素、電解液、

計算科学 

 

［テーマ題目９］人工光合成技術の研究開発 

［研究代表者］佐山 和弘 

（太陽光エネルギー変換グループ） 

［研究担当者］佐山 和弘、姫田 雄一郎、草間 仁、

小西 由也、小野澤 伸子、三石 雄悟、

Wang Nini、斉藤 里英、王 万輝、 

藤吉 聡、和田真理絵、藤本 一正、 

間島 悠（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光エネルギーの効率的な利用技術の確立を目指し、

自然が巧妙に行っている光合成プロセスを手本として、

太陽光エネルギーと水と炭酸ガスから、クリーンエネル

ギーである水素や炭化水素等の有機系資源の製造を可能

とする、人工光合成技術の開発を行っている。特に、太

陽光エネルギーの大半を占める可視光エネルギーを利用

した水の分解による水素製造技術や、炭酸ガス固定化・

再資源化に関する技術開発を行い、実用化のための基礎

的知見を集積する。また、環境浄化のための高性能な光

触媒を開発する。 

 酸化物半導体の光電極による水分解水素製造に関して、

今年度は半導体膜の調製法を工夫して光閉じ込め効果を

発現させることや膜厚を大きくしても電荷の拡散長が延

びない多孔質構造を制御することで、光電極1枚でも高

い効率が得られる現実的な光電極を目指した。BiVO4半

導体膜を調製する前駆体溶液に界面活性剤と多量の酸化

剤を同時に添加することで、低温で結晶性が高く且つ高

表面積の多孔質膜を合成することができた。その結果、

効率は約5割向上し、酸化物光電極としては世界最高の

太陽光エネルギー変換効率を更新することに成功した。

高速自動半導体スクリーニング装置を活用した高性能な

半導体探索については、新規な銅系 p 型半導体や鉄系 n
型半導体組成などを多数見出した。また、レドックス媒

体を用いる光触媒―電解ハイブリッドシステムのための

光触媒反応系開発に関しては、表面処理した WO3半導

体の表面に Fe3+/Fe2+レドックスを固定すると、V5+/V4+

イオン対のレドックス反応が著しく促進される効果を見

出した。  

環境浄化のための高性能な光触媒については、耐アル

カリ性を持つ酸化タングステン光触媒の高性能化と反応

機構の解明について検討した。ビスマスを添加した酸化

タングステンが光触媒活性と耐アルカリ性、さらには暗

時での抗菌性を同時に併せ持つことを見いだした。精密

な電子顕微鏡観察などからその耐アルカリ性の発現機構
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などを考察した。 

また、炭酸ガスの水素化・脱水素に関する研究では、

これまでに開発した炭酸ガス還元触媒をもとに、水中常

温常圧で二酸化炭素の水素化反応による水素貯蔵とギ酸

の脱水素化により高圧水素発生を組み合わせた水素貯

蔵・放出システムを開発した。また、プロトン応答性配

位子およびペンダントベース効果に基づいて、新たな高

性能触媒を見い出すことができた。そこで、ヒドリド錯

体生成の加速効果を検証するために、モデル触媒を用い

て、CO2水素化反応における重水素や重水を用いた同位

体効果を調べた。その結果、水分子が水素分子のヘテロ

リシス開裂に強く関与していることが示唆された。そこ

で、DFT 計算から水素分子の開裂によるヒドリド錯体

生成の反応機構解明を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、人工光合成、光電極、水素製造、

炭酸ガス、ギ酸 

 

［テーマ題目10］先進的クリーン燃料製造技術の研究 

［研究代表者］鷹觜 利公（新燃料グループ） 

［研究担当者］鷹觜 利公、シャーマ アトゥル、 

松村 明光、川島 裕之、森本 正人、

崎元 尚土、丸山 一江、竿留 良明 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高い水分量と自然発火性の問題から、これまで輸送が

困難であった褐炭、亜瀝青炭等の低品位炭を高効率でク

リーンに利用する技術開発のため、ハイパーコール製造

技術で製造した改質無灰炭を用いた触媒ガス化研究を行

なっている。これまでの研究成果において、水蒸気をガ

ス化剤とする触媒ガス化では、600～700℃という低温に

おいて、選択的に水素と二酸化炭素が生成するため、水

素製造と二酸化炭素固定化技術への応用が期待されてい

る。また、ガス化剤として、新たに水蒸気＋二酸化炭素

の混合ガスを用いることにより、生成ガスとして水素と

一酸化炭素の合成ガスが得られ、水蒸気と二酸化炭素の

比率を変えることにより、合成ガス比を制御して一段階

で合成ガスを製造することができることを見出している。

この技術開発により、未利用資源である低品位炭を原料

として、合成ガスからクリーンな燃料、化学原料である

メタノール、ジメチルエーテル（DME）、メタン等の最

終製品の製造が高効率で可能になる。そこでこの新規の

合成ガス製造技術を商業化プロセスへ展開するため、連

続式触媒ガス化装置を用いた実証試験を行っている。 

 平成24年度は、連続式触媒ガス化装置を完成させ、イ

ンドネシア産アダロ炭を用いて、700℃での連続触媒ガ

ス化試験を実施し、反応管の改良を経て、最終的に安定

して合成ガスが製造できることを実証した。その連続装

置を使用して、当研究グループで開発した水蒸気と

CO2の混合ガスをガス化剤として用い、その混合比を変

えることで、目的とする比率の合成ガスが一段階のプロ

セスで製造できることを世界で初めて実証するに至った。

この装置内では、中間生成物であるタールも効率的に触

媒で分解され、全体の炭素転換率がほぼ100%を達成し、

低温ガス化の課題の一つであった生成タールの問題も解

決できた。 

 この次世代ガス化プロセスは、これまでのガス化プロ

セスに比べて13ポイント以上高い効率で合成ガスが製造

できるため、CO2排出量の大幅な削減が可能である。こ

のプロセスを用いて、豪州やインドネシア等、低品位な

未利用炭の産地においてクリーンな燃料製造を行うこと

で、現地でのエネルギー安定供給と大幅な CO2排出量

の削減に貢献できる。また、最終製品が輸送可能な燃料、

化学原料であるため、これらを産炭国から輸入すること

により、我が国の安全で安定なエネルギー供給に大きく

貢献できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］低品位炭、低温ガス化、触媒ガス化、合

成ガス製造、水素製造 

 

［テーマ題目11］エネルギー技術評価に関する研究 

［研究代表者］村田 晃伸 

（エネルギー社会システムグループ） 

［研究担当者］村田 晃伸、遠藤 栄一、西尾 匡弘、

益田 泰輔、近藤 康彦、時松宏治、 

関 成孝、田中 加奈子 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会の実現のためには、革新的なエネルギー技

術の大幅な導入が必要であり、そのためには政策に立脚

した技術開発・導入普及の推進が不可欠となる。その過

程において、実現するべき技術のポテンシャル評価と研

究開発動向、開発・導入シナリオの明確化等が求められ

る。 

 本研究では、①既存のエネルギー技術開発・普及に関

するエネルギーシナリオ分析、②環境・資源制約下での

エネルギー・資源需給等に関するモデル構築、等を行っ

た。 

① 平成24年度においては、23年度までに実施した「新

エネルギー関連技術等に関する温暖化防止効果の定量

的貢献に関する調査」で検討した温室効果ガス削減に

資する17の研究開発技術を日本 MARKAL モデルに

新たに組み込み、二酸化炭素排出削減効果を分析した。

再生可能エネルギーの出力変動と緩和技術のモデル化、

時間分解能の詳細化など MARKAL モデルの機能拡

張を進め、太陽光と風力の大規模導入に対する蓄電池、

可制御負荷、水素製造等の対策の効果を評価した。 

② 資源制約を考慮に入れた鉱産物資源需給の評価手法

を開発し、資源の消費動向および残存資源量の評価を

行った。また、将来のゼロエミッションシナリオを試
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算し、ネガティブエミッションの効果を持つバイオマ

ス CCS 技術等の革新的緩和技術を評価し、簡易気候

モデルとのリンクにより全球平均気温や放射強制力等

の推移も評価した。さらに、持続的発展を測る指標の

動的推計方法を開発し、複数の温暖化対策シナリオに

おける各指標の試算を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］革新的エネルギー技術、環境制約、資源

制約、シナリオ、持続性指標 

 

［テーマ題目12］SOFC の高度排熱利用技術に関する

研究開発 

［研究代表者］平野 聡（熱・流体システムグループ） 

［研究担当者］平野 聡、竹村 文男、遠藤 尚樹、 

上山 愼也、稲田 孝明、染矢 聡、 

小林 成嘉、高橋 三餘、計良 満 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 一般家庭などの小規模需要に対してコジェネレーショ

ンシステムを導入して、省エネルギーを促進する試みが

模索されており、実際に都市ガスを燃料とした1kW ク

ラスの小型分散用のガスエンジンや PEFC（固体高分

子形燃料電池）システム、SOFC（固体酸化物形燃料電

池）システムも試作・販売されている。しかし、大規模

発電プラントの発電効率の向上、負荷変動が激しい小型

分散発電源の特性、初期コストなどを考慮すると、それ

らの導入による省エネルギー効果には多くのメリットを

見出せない状況にあり、より効率の高いシステムの開発

が望まれている。 

 最近の SOFC の技術的発展は目覚しく、DC 端出力

で60%を超える発電効率が得られる例もある。さらに、

SOFC に加え、その排熱でガスタービンを動作させる

複合システムでは、発電効率がさらに向上することがサ

イクル計算により示されている。しかし、高効率が期待

できる SOFC－ガスタービン複合システムは、マイク

ロガスタービンを用いても、150kW 以上の規模が対象

となる。他方、スターリングエンジンは、現状の技術レ

ベルでも、数 kW クラスにおいて20%を超える熱効率を

有する上、作動ガス温度も500℃から700℃と SOFC の

排出ガス温度に近く、SOFC との適合性も優れている。

また、ガスタービンとは異なり、SOFC 内を加圧する

必要がないため、現在コジェネレーション用として開発

している SOFC 技術の多くを流用できる利点もある。 

 そこで、SOFC とスターリングエンジンの小型複合

システムに注目し、これまでにサイクル計算による

SOFC－スターリング複合システムの性能予測、1kW
クラスのスターリングエンジンの開発・評価、高温熱交

換部のヒータ構造の研究および起動用バーナの開発、

SOFC 開発状況の調査と、複合システムの実現に必須

となる燃料再循環技術などの検討を行ってきた。その結

果、低空気過剰率での動作が可能となれば、複合システ

ム化により10%以上の効率向上が見込まれることがわか

った。 

 SOFC の動作温度は750℃から900℃と高温のため、

小型システムにおいては、回転部を持たないエジェクタ

ポンプを燃料の再循環に用いることが有効である。すな

わち、新気の燃料を流速の早い駆動流とし、セル出口の

アノードガスを吸引させて運動エネルギーを与え、ディ

フューザで圧力回復させるものである。セル出入口前後

の圧力損失を上回る圧力回復ができれば、アノード排ガ

スを再循環できることになる。モデル解析によれば、セ

ルでの圧力損失が100Pa の場合に、その回復に必要な駆

動流の流速は、175m/s 以上と見積もられた。そこで、

燃料再循環用エジェクタの設計・試作を行い、常温から

600℃に至る過程での再循環率と回復圧力の温度依存性

を調べ、高温においても燃料再循環に必要な再循環率と

回復圧力がほぼ得られることを明らかにした。また、

SOFC 性能評価装置の運転実験を行い、起動／停止と

1kW 定常運転時の制御条件、負荷特性等を明らかにし

た。 

 平成24年度は、SOFC スタックに取り付ける流量可

変エジェクタを試作し、SOFC のアノード側流れを模

擬した装置で、燃料リサイクル時のアノード側差圧とガ

ス再循環率の温度依存性を調べた。また、定格1kW の

SOFC スタックを用いて、アノードガスの燃料リサイ

クル予備実験を実施し、燃料リサイクル時のメタン改質

器、エジェクタ等の温度管理方法、装置内物質移動等を

考察するデータを得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、複合システム、

スターリングエンジン、エジェクタ 

 

［テーマ題目13］大型風車用小型軽量超電導発電機のた

めの基盤技術開発 

［研究代表者］古瀬 充穂（超電導技術グループ） 

［研究担当者］古瀬 充穂、山崎 裕文、淵野 修一郎、

名取 尚武、海保 勝之 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 自然エネルギー導入量の飛躍的拡大は、我が国が取組

むべき最重要課題の一つである。風力発電に関しては、

発電サイトの総発電容量を増大させる風車の大型化と洋

上への拡大が大きなトレンドとなっているが、現用技術

の延長では発電機の大型化に伴うナセル重量の制約で大

容量化が近いうちに限界に達する。高電流密度・高磁界

を特長とする超電導技術を利用することで小型軽量な大

容量発電機を製作することが可能であるが、それが実現

すれば、洋上風力発電の普及拡大を大きく促進すること

ができる。大型風車用超電導発電機を製作するための基

盤技術の開発が本研究の目的であるが、開発する要素技
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術は、風車用発電機のみならず、小型軽量な船舶用モー

ターなど超電導回転機一般に応用可能である。 

 10MW 級の次世代洋上風車用発電機への超電導の応

用について、大学・産総研・メーカー等で構成する調査

WG を主催して、どのような方式の超電導発電機が望

ましいかの検討を進めてきた。平成23年度までに風車用

発電機の電磁設計を行い、超電導マグネットの高磁界を

活用できる空心コイル方式（回転子のみ超電導）で発電

機の超小型軽量化が可能であるが、高価な高温超電導線

材を大量に使用するため、3～4億円というコスト制約の

ある10MW 級発電機の実現は困難であることが分かっ

た。そして、発電機の低コスト化を重視する観点から、

現状の超電導線材を用いて製作する大型風車用発電機と

しては、鉄心利用方式が適当であるという結論を得た。 

 平成24年度には鉄心利用超電導発電機の概念設計を行

い、鉄心を含めて回転子全体を冷却する構造では、極低

温容器の存在により回転子と固定子との空隙が大きくな

って磁束の利用効率が悪くなるため、鉄心の周りに配置

する超電導コイルのみを冷却するコイルモジュール方式

と比較して小型化に難があることがわかった。そこで、

コイルモジュール方式における真空容器の構成法、コイ

ル支持方法などを検討し、侵入熱を理論的に見積って、

この方式が実現可能である見通しを得た。その検討に基

づいて実際に真空容器を製作し、銅製のダミーコイルを

極低温窒素ガスで冷却して問題なく冷却できることを確

認した。 

 今後、ダミーコイルの極低温ヘリウムによる冷却試験

を行って熱侵入量の評価を行うとともに、大型風車用超

電導発電機実現のための重要な部品である HTC（ヘリ

ウム給排装置）の設計・試作を行って、鉄心利用超電導

発電機を製作するための基盤技術を確立する予定である。

また、電機子も超電導化することで（空心）界磁コイル

に用いる高温超電導線材長を大幅に低減できる全超電導

発電機についても、その実現可能性を検討する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導マグネット、超電導風力発電機 

 

［テーマ題目14］ゼロエミッション SOFC の先導研究 

［研究代表者］山本 淳（燃料電池システムグループ） 

［研究担当者］山本 淳、門馬 昭彦、田中 洋平、 

佐藤 勝俊、嘉藤 徹、根岸 明、 

野崎 健、永田 進、高野 清南、 

飯村 葉子、吉原 美紀 

（常勤職員5名、他6名） 
［研 究 内 容］ 

50%超の発電効率をもつ固体酸化物形燃料電池

（SOFC）システムを目指し、燃料利用率を90%以上ま

で向上させる技術、排熱有効利用技術等の要素技術の開

発、および SOFC システムと二酸化炭素回収システム

を組み合わせたゼロエミッションシステムの性能を評価

することを目標にした研究を展開している。平成24年度

は、①熱電発電システムとの組み合わせを想定した

SOFC ショートスタックの電気的・熱的特性の予備的

測定を実施した。また、②現行の SOFC エネファーム

を想定したシステム内の温水回収熱交換器に熱電発電機

能を付加した際のシステムについて検討した。 

①については7セルにより構成されたショートスタッ

クを用いて、スタック内の温度分布、予熱温度、排熱温

度等の計測をおこなった。また、スタックを加熱するヒ

ーターの出力を同時計測し、空気予熱や燃料出口での燃

料の燃焼がスタック特性に与える影響を V-I 特性および

インピーダンス線図にて明らかにした。これらによりア

ノード排ガスの燃焼熱、空気流量および空気予熱等の熱

的要素がスタック内外の温度分布やスタック特性に与え

る影響等を調査するために応用可能なスタック性能評価

技術を確立した。また、②については、熱電発電素子を

温水回収熱交換器に配置することによって SOFC の発

電効率を0.8ポイント改善することが可能であること、

さらに、システム製作のコストダウンを計るために、あ

まり発電に寄与することがない熱交換器部分の排ガス出

口（水入口）側の熱電素子の30%程度を取り除くことで、

電気出力をほとんど低下させることなくシステムのコス

ト削減と体積の削減が可能であることをシミュレーショ

ンにより示した。これらにより当該複合発電システムの

低コスト化とともに高効率化の可能性を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高効率 SOFC、燃料利用率、排熱有効

利用 
 

［テーマ題目15］高効率発電における電極高性能化に関

する研究 

［研究代表者］堀田 照久（燃料電池材料グループ） 

［研究担当者］堀田 照久、岸本 治夫、 

Manuel E. Brito、山地 克彦、 

西 美奈（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

固体酸化物形燃料電池（SOFC）の高性能化のために

は、セル・スタックの発電効率の向上が必要である。そ

のためには、高い燃料利用率で安定に作動する電極の開

発が必要となる。本研究では、高い燃料利用率（70%以

上）でも、信頼性・耐久性が高い燃料極の開発指針を得

るために、SOFC 燃料極（ニッケルと酸化物が接する

界面）近傍における、ガスとそのイオン化、固体表面・

固体中での移動・拡散などの相互作用を感度よく検出す

る解析技術を開発している。昨年度は、これまでに開発

した、酸化物基板上に作製したニッケル薄膜におけるニ

ッケル凝集挙動の評価技術を駆使することで、燃料極を

構成する酸化物成分として一般的な YSZ を用いる場合

に比べ、GDC を用いることでニッケルの凝集が抑制さ

れることを示した。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高効率 SOFC、燃料利用率、その場観

察、相変態 

 

［テーマ題目16］超高エネルギー密度二次電池の開発 

［研究代表者］周 豪慎 

（エネルギー界面技術グループ） 

［研究担当者］周 豪慎、劉 銀珠、北浦 弘和、 

岡垣 淳、張 涛、宋 智平、李 会巧 

（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

大容量を有する新型リチウム－空気電池用空気極触媒、

固体電解質を利用した全固体型リチウム空気電池の研究

開発を行っている。新しい概念でリチウムレドックスフ

ロー二次電池／燃料電池を構築して、研究を行った。主

な成果は以下の通り。 

(1) 新型有機電解液 G3と G4を用いたリチウム塩の濃

度の依存性を調べ、安定な充・放電性能を取るために

最適なリチウム塩の濃度が存在することを見出した。

これらの 関連成果は学術誌 Advanced Energy 
Materials (2013)に掲載。 

(2) 世界で初めて、高分子膜を使わない全固体型リチウ

ム空気電池を構築した。可逆的な充電・放電が可能で

あることを調べ、全固体型リチウム空気二次電池とし

て動作可能であることを確認した。関連成果は学術誌

Energy & Environmental Science (2012)に掲載。 

(3) イオン液体とゲル型空気極を合わせ、一定時間、空

気中で安定しているリチウム空気電池を開発し、世界

で初めて、有機電解液でもドライ酸素雰囲気ではない

空気中で安定的に充放電可能なリチウム空気電池を開

発し、その動作を確認した。関連成果は学術誌

AngewandteChemie International Edition(2012)に
掲載。 

(4) 世界で初めて、安全に低電位でリチウムの挿入脱離

が可能な Li3VO4をリチウムイオン電池の負極として

評価した。関連成果は学術誌 Advanced Energy 
Materials(2013)に掲載。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム－空気電池、全固体型リチウム

空気二次電池、リチウムレドックスフロ

ー二次電池／燃料電池、リチウムイオン

電池 

 

［テーマ題目17］環境エレクトロニクスの研究 

［研究代表者］西澤 伸一 

（電力エネルギー基盤グループ） 

［研究担当者］西澤 伸一、大橋 弘通、中島 昭 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

民生領域ではモータが電力使用量のおよそ半分を占め、

その省エネルギー化が重要な開発課題になっている。モ

ータの省エネルギー化に関して、インバータ導入率の向

上およびその高効率化による省エネルギー効果の促進が

キーテクノロジーになる。インバータ導入率向上には、

インバータの小型高パワー密度化による低コスト化が重

要技術の一つである。現在、特にモータ用インバータは

モータ故障に対応する保護回路機能としてのコンデンサ

ーが組み込まれており、これがインバータ回路の小型化

の大きな障害になっている。ここでは、モータ故障にと

もなう過電流を、従来はコンデンサーに回避させていた

方法から、耐量の高いワイドバンドギャップ半導体の熱

容量を利用して回避させる方法を提案している。そこで、

ワイドバンドギャップ半導体の耐量を非破壊で評価する

試験回路を作製し、Si-MOS、Si-IGBT、SiC-MOS の

評価試験を開始した。また、キャパシターレス先進モー

タの試験回路をたちあげ、過電流が半導体に回避電流と

して流れることを確認し、パワー半導体の高耐量を活用

したキャパシタレス新型モータドライブ回路検証を開始

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ワイドバンドギャップ半導体、先進モー

タ、省エネルギー 

 

［テーマ題目18］木質系バイオマスからの液体燃料製造

技術の開発 

［研究代表者］村田 和久（BTL 触媒グループ） 

［研究担当者］村田 和久、高原 功、稲葉 仁、 

劉 彦勇、楊 立群 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 フィッシャートロプシュ（FT）反応用ルテニウム系

触媒を用いて1MPa、固定床にて反応を行った。H24年

度は、FT 反応評価後のスペント触媒を用いて活性低下

の主原因と想定されるワックス留分の蓄積状態について

検討した。FT 触媒上へのワックス留分蓄積状態につい

て各種分析手法（TPR、XRD、TG/DTA、FT-IR な

ど）による解析を行った結果、ワックスの特性から、有

機物状、高分子状、無機炭素状などの各種ワックスの蓄

積が想定され、350℃以下の低温酸化と水素還元処理で

は、無機炭素を中心に除去できない可能性があること、

これらが数千時間に及ぶ長期耐久性に影響がある可能性

があることを明らかにした。また、FT 触媒とゼオライ

トを物理混合した触媒や一体化させた触媒のフレッシュ

／スペント触媒について、ワックス留分の蓄積状態を解

析し、触媒混合方法により触媒の性能や耐久性に差はな

く、実用的には反応管への充填時の均一性などにより一

体型触媒が好ましいことを明らかにした。 

 バイオ合成ガスからのエタノール等の混合アルコール

合成については、モリブデン系触媒について検討し、ロ

ジウム系より高圧（5MPa 以上程度）が必要ではあるが、
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混合アルコール生成活性を有することを明らかにした。

また昨年度行った、メタノールの脱水、DME の CO 挿

入、酢酸メチルの水素化分解といった三つの反応を利用

した間接法についても、一気通貫での反応により、46%
のメタノール転化率と91%のエタノール選択率を得た。 

 熱分解によるバイオオイル生成用触媒開発では、熱分

解 GC/MS による結果の再現を念頭に、H24年度はステ

ンレス反応管での検討を行い、最適な金属修飾ポーラス

担体系触媒の使用と、熱分解反応ガスと触媒の接触方法

を工夫することにより、反応管内での改質反応が効率よ

く起こり、フェノール類や脂肪族カルボン酸類が減少し、

酸素を含まない芳香族や脂肪族炭化水素がより多く生成

することを見いだした。今後液収率の改善と共に、単環

芳香族類選択率の増加や含窒素化合物の低減などがさら

に必要であることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］FT 触媒、アルコール合成触媒、熱分解

触媒 

 

⑬【安全科学研究部門】 

（Research Institute of Science for Safety and 
  Sustainability） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研 究部門長：四元 弘毅 

副研究部門長：本田 一匡 

総括研究主幹：匂坂 正幸 

 

所在地：つくば西、つくば中央第5 

人 員：45名（45名） 

経 費：972,727千円（576,538千円） 

 

概 要： 

 本研究部門は、事故や災害の被害予測、技術や製品

の健康・環境・経済への影響評価など、幅広い分野に

わたる評価技術を総合し、科学的な評価のみならず、

社会的な評価も同時に行う、総合的なリスク評価・管

理手法を開発することを通じて、安全で持続的発展可

能な社会の実現に貢献することを目標としている。こ

のため、これまでに高い評価を受けてきた化学物質リ

スク評価、フィジカルハザード評価、ライフサイクル

アナリシス等、個別の評価手法を融合させ、学際的な

融合研究を推進して、安全と持続可能性を同時に追求

する「安全科学」の確立を目指している。 

現在、リスク評価戦略、環境暴露モデリング、物質

循環・排出解析、持続可能性ガバナンス、爆発衝撃研

究、高エネルギー物質研究、爆発利用・産業保安研究、

素材エネルギー研究および社会と LCA 研究の9グル

ープで研究開発を行っている。 

 本研究部門は、環境・安全対策の最適ソリューショ

ンを提供し、新規技術に係る評価を行うことを目的と

して、以下のミッションを掲げている。 

ミッション１：従来の枠にとらわれない学際的な融合

研究を推進し、環境リスクや産業・災害リスク、社会

システムの持続可能性を評価する手法及びツールを開

発する。また、複数の拮抗するリスク（温暖化、資源、

生態系、人健康などの間のリスクトレードオフ）の最

適化を図るための手法を開発する。 

ミッション２：信頼性の高いデータ、使い易い評価ツ

ールを提供し、評価結果を公表するとともに、市民や

産業、行政が評価結果を活用できるよう支援する。 

ミッション３：評価結果に基づく政策提言や、評価手

法の国際標準化などへの取り組みを通じて、産業の国

際競争力の強化に貢献する。 

 これらのミッションに対応して、平成24年度は、本

研究部門のプレゼンスを示す具体的な戦略課題として

1)～4)を選定し、融合研究を実施した。 

1) 新規技術体系のリスク評価・管理手法の研究 

 平成24年度は、効率的な有害性評価手法の開発と

して二酸化チタンナノ材料の体内動態の解析を行う

とともに、事業者の自主安全管理技術の開発として、

培養細胞試験による有害性評価方法及び作業環境で

の計測手法に関して手順書を作成した。また、長繊

維カーボンナノチーブの有害性評価に関する研究を

実施した。 

2) フィジカルハザード評価と産業保安に関する研究 

 火薬類等の高エネルギー物質や高圧ガスが関与す

る災害を防止するために、水などによる爆発影響低

減手法の検討や高圧ガスの漏えい拡散挙動や着火燃

焼実験などのハザード評価に関する研究、発熱分解

エネルギー測定法の JIS 制定などの標準化や、爆

発被害予測のための爆源近傍の爆轟生成ガスの状態

方程式の提案などの爆発性物質の発火・爆発危険性

の解明、産業保安力向上のためのリレーショナル化

学災害データベース（RISCAD）の継続的な運用な

どの広範囲な研究を行った。 

3) リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 

 4用途群のリスクトレードオフ評価書及び暴露モ

デル、ガイダンス文書等の成果を部門ウェブサイト

で公開した。また、シンポジウム開催や OECD 暴

露評価タスクフォースでの発表など、国内外への成

果発信に努めた。さらに、アジア大の暴露解析プロ

トタイプモデルを作成し、中国の不法リサイクル集

積地区における鉛の簡易的な暴露評価を行い、大気、

河川水、底質で良好な検証結果を得た。 

4) 新規社会システムのライフサイクル評価手法の研

究 

 社会システムの個々の構成要素と環境問題の関係

だけでなく、システム全体が与えうる新しい影響領

域を評価する手法の検討として、評価の基礎となる
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環境負荷原単位データベース IDEA の拡充、水資

源消費、土地利用、希少鉱物資源の消費など新たな

影響領域の評価手法開発、また、社会における金属

資源利用を議論するための素材／資源フロー解析を

実施した。  

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 受託研究費「平成24年度環境対応技術開発

等（室内環境における消費者製品に含まれる化学物質の

管理手法の開発）」 

 

経済産業省 受託研究費「平成24年度産業技術研究開発

（低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融合材料

プロジェクト（NEDO 交付金以外分）ナノ材料の安

全・安心確保のための国際先導的安全性評価技術の開

発」 

 

経済産業省 原子力安全・保安院 受託研究費「平成24

年度水素ネットワーク構築導管保安技術調査（水素拡散

挙動調査）」 

 

経済産業省 原子力安全・保安院 受託研究費「平成24

年度石油精製業保安対策事業（高圧ガスの危険性評価の

ための調査研究）」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 受

託研究費「新エネルギー技術研究開発／バイオマスエネ

ルギー等高効率転換技術開発（先導技術開発）／総合調

査研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 受託研究費「複雑化す

る世界における Natech（自然災害と技術の相互作用）

リスクの低減に関する学際的研究:日本の経験から学び、

iNTeg-Risk プロジェクト・NaTech 分野の手法を応用 

 

財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 受託研究費

「IST 産学官事業「次世代自動車用エアバッグシステム

の開発」」 

 

公益財団法人 LIXIL 住生活財団 研究助成金「フタル

酸エステル類への経皮曝露評価 ～皮膚透過性試験法の

確立と応用～」 

 

財団法人科学技術融合振興財団 研究助成金「原発等の

複雑システムの安全性向上を目的とする「工学システ

ム」と「人・組織システム」の複合体の挙動に関するゲ

ーム理論を基礎としたシミュレータの開発」 

 

財団法人前田記念工学振興財団 研究助成金「東日本大

震災における津波被災住宅改築のためのフェントン反応

を用いた新規防カビ・防虫技術の開発」 

 

厚生労働省 科学研究費補助金「妊娠・授乳期における

医療用医薬品の使用上の注意の在り方に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「リス

クに対する頑健性と柔軟性を備えた環境調和型サプライ

チェーン設計手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「亜鉛

等重金属の存在形態を考慮した生態リスク評価手法の開

発と適用に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「天然

鉱山と都市鉱山の利用可能性に関する統合的評価手法の

開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「リレ

ーショナル化学災害データベース」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「金属

特異性を考慮した包括的な生態リスク評価手法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金「太陽電池産業における

グローバルサプライチェーンの最適化に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「暑熱

環境におけるエネ独立行政法人日本学術振興会費による

人間健康の改善効果の評価に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「住宅

の Dampness による健康損失の評価と建築的防除に向

けた因果構造の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「東南

アジアにおけるバイオ燃料生産による温室効果ガス排出

量の削減可能量」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「熱力

学解析と MFA の融合による都市鉱山からの金属資源の

回収可能性評価手法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金

「LCA に基づく金融商品の環境パフォーマンス定量化

手法の開発と活用のための制度設計」 

 

東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA, Economic 
Research Institute for ASEAN and East Asia）受託研

究費「東アジアにおけるバイオ燃料の指標および小規

模・大規模バイオマス事業の持続性評価に関する研究」 
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社団法人日本化学工業協会 受託研究費「事業者の自主

的リスク評価・管理を支援する環境リスク評価ツールの

開発」 

 

学校法人東京理科大学 受託研究費「微燃性冷媒の燃焼

爆発影響評価」（独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構 受託研究費「高効率ノンフロン型空調機

器技術の開発」に係る再委託） 

 

総務省消防庁 受託研究費「地震等災害時に救助活動を

支援する障害物除去システムの開発」 

 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 共同研究費「低毒

化ガスジェット装置用推進薬の安全性確認に関する研

究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 共同研究費「東日本大

震災被災地域の中長期低炭素エネルギー供給システムの

検討」 

 

社団法人全国火薬類保安協会 共同研究費「爆発影響低

減化の技術基準の作成に関する研究」 

 

発 表：誌上発表113件、口頭発表208件、その他41件 

--------------------------------------------------------------------------- 
リスク評価戦略グループ 

（Risk Assessment Strategy Group） 
研究グループ長：蒲生 昌志 

（つくば西） 

概 要： 

（研究目的）主に化学物質に関する具体的な課題につ

いてリスク評価を実施しながら、リスク管理を目的と

したリスク評価の考え方の検討を行う。 

（課  題）ナノ材料のリスク評価、化学物質の代替

に伴うリスクトレードオフ解析（ヒト健康リスク、生

態リスク）を中心的課題とする。 

（研究内容）ナノ材料のリスク評価については、カー

ボンナノチューブの分散調製・計測から有害性評価ま

でに関する研究を行い、簡易自主管理のための手順書

（初版）を完成させた。また、OECD における細胞

毒性試験のバリデーション活動に参加した。さらに、

二酸化チタンナノ材料の体内動態に関する分析及び数

理的な解析を行った。 

 リスクトレードオフ解析については、ヒト健康リス

ク、生態リスクともに、はんだの代替に伴う金属類の

リスクトレードオフ評価書、トレードオフ解析のガイ

ダンス文書まとめ、暫定版として公開した。加えて、

ヒト健康リスクについては、無影響量の推定手法に関

する検証を行った。また、生態リスクについては、生

態リスク評価ツールβ版を公開し、生物利用可能性を

考慮した重金属の生態リスク評価手法について検討し

た。 

 さらに、放射性物質の除染に係る費用と効果の解析

に関する研究に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

環境暴露モデリンググループ 

（Environmental Exposure Modeling Group） 
研究グループ長：東野 晴行 

（つくば西） 

概 要： 

 化学物質のリスク管理において、環境中の濃度を知

ることは最も重要な課題の一つと考えられる。環境中

濃度は、観測を行うかモデルによる計算で求められる

が、新規の物質など観測データが存在しない場合の推

定や限られた観測データからの全体状況の把握、将来

や過去の状況推定などでモデルの果たす役割は大きい

と言える。 

このような背景から、当グループでは、化学物質の

ヒトや生態系へのリスク評価において、最も基礎とな

る暴露評価技術の開発を行っている。大気、室内、河

川、海域等、複数の環境暴露評価モデルの開発と排出

シナリオの構築を行い、これらを用いた暴露・リスク

評価を他のグループと連携して実施し、その結果を化

学物質管理等の政策に反映させる。平成24年度は、以

下3つのプロジェクト推進を中心に研究を進めた。 

①リスクトレードオフ評価・管理手法の研究 

②室内環境における消費者製品に含まれる化学物質の

管理手法の開発 

③地震・津波および原発事故などの低頻度大規模災害

へ最適対応するための次世代リスク評価シミュレーシ

ョン技術の構築 

また、これまで開発してきたモデルや研究成果の普

及や維持管理にも努めた。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

物質循環・排出解析グループ 

（Substance Flow and Emission Analysis Group） 
研究グループ長：恒見 清孝 

（つくば西） 

概 要： 

 新規物質のリスク評価や代替物質のリスクトレード

オフ評価を通じて、物質の代替・開発の意思決定や排

出抑制対策などの行政、企業のリスク管理に還元する

ことを目標として、物質フロー推定手法や環境中への

排出量推定手法の開発、発生源の同定手法、環境中動

態推定手法およびヒト・生物の暴露量推定手法の開発

を行っている。平成24年度は、以下の研究を実施した。 

①環境排出量推計手法の開発 

・可塑剤を対象に、家電製品等に使用されるプラス
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チック表面からハウスダストへの移行量測定方法

を検討するとともに、ハウスダスト移行速度が大

気放散速度よりもはるかに大きい可能性があるこ

とを明らかにした。 

・パッシブ型の放散量測定装置を用いて建材からの

フタル酸エステル類の放散特性を把握するための

試験を行った。放散速度は、拡散長の逆数と線形

に比例していた。また、マイクロチャンバー法で

測定した放散量と比例関係が見られた。 

②環境中動態推定手法の構築 

・金属類の環境媒体間移行・暴露推定ツール AIST-
MeTra について、pH 等の土性が反映できるよう

改良した。 

③工業ナノ材料の暴露評価手法の開発、リスク評価

及び適正管理の考え方の構築 

・カーボンナノチューブ（CNT）の作業環境濃度

計測手法として、小型計測器の応答パラメータを

取得し、作業環境計測の手引書を作成した。また、

CNT 粉末およびその加工品からの CNT の飛散

を評価した。凝集体としての排出が主であること

を確認した。 

・ナノ粒子の特性と体内動態との関係を把握するた

めに、粒径や形状の異なる二酸化チタンナノ粒子

の気管内投与試験や静脈内注射試験を実施し、各

臓器への移行について分析・解析を行った。その

結果、ナノ粒子の体内の蓄積部位（気管内投与：

肺、静脈注射：肝臓・脾臓）やクリアランス速度

を明らかにすることができた。 

④アジアにおける鉛のサブスタンスフロー・排出量

推定モデルの開発 

・中古品を中心に貿易データの精度を改善すること

で、各ライフサイクル段階において国間を移動す

る鉛のフローの推定精度を向上させるとともに、

世界各国の鉛のサブスタンスフロー推定結果を更

新した。 

・衛星データを用いて違法リサイクルの立地パター

ンを考慮した排出量の空間割り振り手法を開発し

た。サブスタンスフロー推定結果から得られる鉛

の国別大気排出量を5km グリッドに配分した。 

・中国の電気電子機器廃棄物の集積地を対象として

局所における簡易的な暴露評価を実施し、上記の

グリッド排出量を入力値とした大気、河川水、底

質の濃度推定値が実測値と同じオーダーとなるこ

とを確認した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 

 

持続可能性ガバナンスグループ 

（Sustainability Governance Group） 
研究グループ長：岸本 充生 

（つくば西） 

概 要： 

 持続可能な社会に向けて、行政・事業者・市民それ

ぞれが果たすべき役割を支援するための評価手法を開

発し、それらが社会に実装されることを目標に次のよ

うな研究を実施した。1つ目は、新規技術の社会受容

のために必要な安全性確保のあり方を検討した。工業

ナノ材料を例に、自主的なリスク評価の枠組みの開発、

欧米の法規制情報の収集や発信などを実施した。2つ

目は、環境や安全のための、インセンティブを利用し

た制度設計に関する研究を行った。環境に配慮した金

融システム構築に向け、環境株価インデックスを組成

し、仮想市場を用いた経済実験を実施した結果、環境

に配慮した投資が市場で活用され得ることを確認した。

また、労働者の安全に向けて、企業の事故データを用

いた統計分析、事故報告書の精査を行った。3つ目は、

Natech（自然災害による産業事故）リスクを低減す

るための非工学的手法をレビューするとともに、経済

的被害の推計手法の検討を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４ 

 

爆発衝撃研究グループ 

（Explosion and Shock Waves Group） 
研究グループ長：中山 良男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本グループは、固体および液体などの凝縮系の高エ

ネルギー物質等の爆発現象の解明とそれらの爆発影響

を低減化するための基礎研究を行っている。高エネル

ギー物質の爆発安全に関する研究では、爆発現象や起

爆機構の解明を目的に、高速時間分解計測法を開発し、

レーザー衝撃波による高圧下の状態方程式などの基礎

研究を行った。また、低毒化ガスジェット装置用推進

薬等の安全性を評価するために、衝撃起爆に対する感

度試験を実施し爆ごうする条件を確認した。爆発影響

評価の関係では、爆風の伝ぱを二次元で定量的に評価

するために、爆風波の密度変化を光学的に可視化する

手法を開発した。爆発影響の低減化に関する研究では、

水等による爆風低減の効果を明らかにするために、少

薬量でも精度良く圧力計測できる方法を開発して実験

データを収集した。さらに、実験結果を数値シミュレ

ーションにより再現することを目的に、計算手法の開

発を行った。爆風のモデル生体に及ぼす影響に関する

研究（外傷性脳損傷のメカニズム解明）についてはゲ

ル等の媒体の圧力伝ぱ特性を明らかにした。さらに、

行政的ニーズに対応するために、室外大規模実験に参

加し、新しい構造の火薬庫土堤の安全性評価、爆風や

爆発破片等の爆発影響を低減化する技術の開発を行っ

た。このほかに、材料合成関連で制御爆破による炭素

系新材料の製造開発を実施した。 
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研究テーマ：テーマ題目２ 

 

高エネルギー物質研究グループ 

（Energetic Materials Group） 
研究グループ長：松永 猛裕 

（つくば中央第5、北センター） 

概 要： 

 当グループは、爆発現象を化学的な視点で捉え、高

エネルギー物質の反応機構の解明、安全化技術、分子

設計、危険性評価技術の開発等の研究を行うことを目

的にしている。このため、近年、特にコンピュータケ

ミストリ手法の利用と分光計測技術の導入に力を注い

でいる。具体的な研究内容は大きく分けて3つあり、

①化学物質の爆発性評価および保安技術に関する研究

においては、主として外部の依頼による発火・爆発性

の評価を行っている。②火薬類の有効利用に関する研

究については、爆発性のある物質を含有する物の安全

な処理技術、爆発を使った新材料合成等に関する研究

を行う。③高制御花火の開発においては、グリーン、

ミニマムエミッションをキーワードに人と環境に優し

い花火を創成することを目指す。特に、落下物、煙、

塩素、硫黄の低減化、および、花火用新素材の探索に

ついて研究開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

爆発利用・産業保安研究グループ 
（Industrial Safety and Physical Risk Analysis 
 Group） 
研究グループ長：和田 有司 

（つくば西） 

概 要： 

 本研究グループでは、火薬類に代表される高エネル

ギー物質および高圧ガス、可燃性ガス等の安全研究お

よび有効利用技術に関する基盤的な研究と産業保安の

研究を実施している。火薬類の安全に関する研究では、

火薬庫土堤による爆発影響低減化の向上へ向けた検討

のため、従来型ならびに垂直土堤の地盤振動と飛散物

影響を評価した。また、震災時に使用する人命救助用

の新しいミニブラスティング技術の開発、ならびに、

爆発影響評価の数値解析で重要となる爆轟ガスの状態

方程式に関する研究を実施した。高圧ガスおよび可燃

性ガスの安全性に関する研究では、半導体産業など各

種の先端産業で利用が拡大している支燃性ガスおよび

代替フロンとして着目される微燃性冷媒の爆発危険性

評価、化学プラント等における爆発影響予測手法の開

発、水素供給用導管保安のための水素拡散挙動、爆発

影響評価等を実施した。産業保安に関する研究では、

事故情報を事故防止に活用するためにリレーショナル

化学災害データベース（RISCAD）の継続的な運用を

行い、事故を時系列で整理して分析する事故分析手法

PFA の普及活動を行った。また、安全基盤と安全文

化からなる保安力を評価する手法の開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

素材エネルギー研究グループ 

（Material and Energy Sustainability Assessment 
 Group） 
研究グループ長：玄地 裕 

（つくば西） 

概 要： 

持続的発展可能な社会に向けて、素材、エネルギ

ーの利活用に関するあるべき方向の提言を導く研究

を以下の2つのテーマを中心に遂行している。 

①エネルギーの持続可能な利活用評価 

バイオマスエネルギーの利活用をはじめとするエ

ネルギーシステムに対し、ライフサイクルアセスメ

ント、システム分析、アンケート・聞き取り調査な

どを通じて環境、経済、社会等の側面から評価を行

っている。平成24年度は、NEDO 事業を中心に研究

を行い、バイオ燃料を国内に導入する際の基準（持

続可能性基準）をクリアするための技術開発の方向

性を提示した。またバイオ燃料に関する国際的パー

トナーシップ会議（GBEP）に日本代表団の一員とし

て出席し、東アジアにおける取組の紹介、国際動向

の情報収集、意見交換を行った。 

②低環境負荷技術・行動による環境改善効果の評価 

 民生・運輸・産業などで導入が期待される各種環

境負荷低減技術・行動のライフサイクルを考慮した

環境影響評価を行っている。平成24年度は低環境負

荷技術評価のために発展途上国での大気汚染と対策

技術の経済価値換算を主目的とした調査と分析を行

った。分析にあたっては、環境影響を定量化するた

めの手法、技術・行動に対するニーズや受容性の検

討、普及を効果的に進めるための方策、間接的な環

境負荷削減効果の検討など、幅広い視点からシステ

ム導入を視野に入れた検討を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

社会と LCA 研究グループ 
（Advanced LCA Research Group） 
研究グループ長：田原 聖隆 

（つくば西） 

概 要： 

 新たな技術や政策の導入に対して、その影響を評価

することは必要不可欠であるが、直接的な影響の定量

に留まっている。間接的な影響も含めた、統合影響評

価モデルを構築する必要がある。そこで、本研究グル

ープでは、産業への影響（産業構造変化など）と、社

会（消費者）への影響を分析するモデルをそれぞれ作

成し、それらを用いて統合影響評価モデルを完成させ
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る。産業への影響は、サプライチェーン分析やマテリ

アルフロー分析（MFA）によって評価し、消費者へ

の影響は、消費者行動分析によって評価する。最終的

に、産業影響、社会影響モデルを統合し、産業戦略や

政策評価に活用できるものにする。本年度の具体的な

研究成果は、統合影響評価モデルで基盤となるインベ

ントリデータベース（IDEA）の構築では、水消費や

土地利用の影響を評価するためのデータを拡充した。

環境影響評価手法の開発では、水消費に伴う環境影響

評価手法を海外の研究機関と伴に開発を行った。また、

都市鉱山を考慮した資源利用可能性指標を提案し、主

な金属のそれを算出した。研究成果や研究に用いたイ

ンベントリデータベースやソフトウェア、手法、指標

などは、論文、HP、ソフトなどにより公開し、ライ

フサイクル思考だけではなく、リスク評価、ハザード

評価などを用いた持続的発展可能な社会構築における

環境や安心安全に関する基盤技術として蓄積を行って

いる。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］新規技術体系のリスク評価・管理手法

の研究 

［研究代表者］蒲生 昌志 

（リスク評価戦略グループ） 

［研究担当者］蒲生 昌志、本田 一匡、納屋 聖人、 

岸本 充生、五十嵐 卓也、藤田 克英、 

小倉 勇、篠原 直秀、江馬 眞、 

吉田 喜久雄、斎藤 英典、 

カザウィ 理香、福井 浩子、 

蒲生 吉弘、篠塚 るり、鈴木 貴子 

（常勤職員8名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指し、その一つの適用事例として、

ナノ材料のリスク評価及び管理手法の開発を行っている。

ナノ材料は、その新規な物理化学特性のため、様々な科

学技術分野における技術革新をもたらすものと期待され

ている一方、ナノスケールのサイズに由来する新規のリ

スクをもたらすという懸念もある。平成24年度は、以下

の3つのテーマを実施した。 

① 効率的な有害性評価のための手法開発 

 ナノ材料は極めて多様なものが存在し、また、今後

も開発・市場化されると考えられることから、効率的

な有害性評価の枠組みが必要とされている。そのため

に、産総研内の他ユニット、外部の大学や研究機関と

連携して、下記の2つを柱とする研究プロジェクトを

開始した；１）有害性の観点から同等と見なせるナノ

材料をグループ化するための考え方（同等性判断基

準）を構築すること、２）気管内投与試験を、呼吸器

系への有害性に対するスクリーニング試験として確立

すること。その中で、安全科学研究部門は、ナノ材料

の体内動態と影響に関する数理モデルの開発を行う。 

 平成24年度は、複数の二酸化チタンナノ材料につい

て、静脈注射後と気管内投与後の体内動態を、臓器中

のチタン分析により明らかにした。代表的なナノ材料

の分析データについては、気管内投与後の肺からのク

リアランスを解析するとともに、静脈注射後の主要臓

器間の分配に関する試行的な数理モデルを構築した。

また、肺組織の局所での二酸化チタン粒子の分布を、

蛍光 X 線分析を用いて定量化する手法を検討した。 

② 事業者による簡易自主安全管理技術の開発 

 事業者自らが安全性評価を実施することを可能とす

るため、ナノ材料製品のカーボンナノチューブ

（CNT）等について、培養細胞試験による簡易な有

害性評価技術、及び、模擬排出試験や簡易な暴露評価

手法からなる簡便な作業環境暴露評価手法を要素技術

として開発を進めている。 

 平成24年度は、CNT の有害性評価軸としての適切

な物性パラメータと生体エンドポイントの絞り込みを

行い、手順書の初版を作成した。また、動物試験を実

施し、細胞試験の妥当性評価を行った。作業環境での

測定について、詳細方法と簡易方法との比較結果等に

基づき、作業環境における CNT 計測方法の手引書を

作成した。CNT 複合材料の加工や摩耗時の飛散粒子

の評価として、CNT の分散性や種類、加熱劣化の影

響などの評価を進めた。NanoSafety ウェブサイトに

おいて、重要な法規制動向について8件の記事を発信

し、250件以上の速報を流した。 

③ 長繊維カーボンナノチューブの有害性評価 

 繊維の長いカーボンナノチューブの有害性を確認す

る目的で、ナノシステム研究部門、ナノチューブ応用

研究センター、計測フロンティア研究部門と連携し、

生体毒性が低い界面活性剤を使用して長繊維状態を保

存した分散液を作成し、気管内投与試験によるラット

に対する有害性評価を実施した。長期観察試験の途中

にある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノ材料、リスク評

価、有害性評価、暴露評価、リスク管理、

カーボンナノチューブ 

 

［テーマ題目２］フィジカルハザード評価と産業保安に

関する研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（総括研究主幹） 

［研究担当者］匂坂 正幸、角舘 洋三、中山 良男、 

松村 知治、若林 邦彦、松永 猛裕、 

薄葉 州、秋吉 美也子、岡田 賢、 

緒方 雄二、和田 有司、久保田 士郎、 

椎名 拡海、高橋 明文、松木 亮、 

SugengWahyudi 
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（常勤職員15名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

火薬類等高エネルギー物質や高圧ガスが関与する災害

を防止するために、野外爆発実験や漏えい拡散挙動実験

などのハザード評価に関する研究、基盤となる計測技術

の開発に関する研究、産業保安力向上のための研究を柱

として広範囲な研究を行っている。平成24年度は主に下

記の研究開発を行った。 

① 爆発影響低減手法の検討 

 水による爆風の低減効果を評価して、爆風と水の相

互作用を理解するために、軸対称の系で爆薬直下に水

を配置した状況で爆薬を爆発させて爆風を計測する実

験を行った。その結果、爆薬直下に水がある場合に低

減効果が大きいこと、その低減効果のメカニズムとし

て、爆風エネルギーが水の運動エネルギーに転換する

ことが重要であること等が明らかになった。また、爆

風による生体への影響を評価するために、脳を模擬し

た生体モデル2種を作成し、その内部を伝播する圧力

波の挙動に関して検討した。その結果、ゲル2種は水

より減衰が小さいこと、アミドゲルの結果はゼラチン

ゲルの場合とほぼ同等になることが確認された。また

ゲル中の衝撃波伝ぱ速度は平均で約1440m/s であり、

水の音速より若干高くなることなど、生体モデル内で

の圧力波の伝ぱ挙動等を詳細に検討した。 

② 爆発性物質の発火・爆発危険性の解明 

 化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性

評価技術の開発、安全な取り扱い技術の基準作成を爆

発現象の基礎的知見に基づき高度化させることを目的

とした。 

 今年度は窒化銀、シュウ酸銀、蟻酸銀などの銀化合

物について危険性を詳細に調べた。これらの銀化合物

は爆発性が高いために物性がほとんど知られていない。

特に窒化銀については1mg でも容易に爆発するため取

り扱いが困難であるが、熱分析や分光計測を行うこと

ができた。また、発熱分解エネルギーの測定法の標準

化については国連に改正案を提出し、承認された。ま

た、JIS 原案は K4834:2013として制定された。 

③ 爆轟生成ガス状態方程式に関する研究 

 爆発被害予測のためには、爆轟生成ガスの状態方程

式が重要であり、そのパラメータセットは初期密度毎

に異なる。本研究では、真密度の状態式情報を用いた

反応流れシミュレーションから任意の初期密度に適用

できるパラメータセットを構築する手法を提案した。

今年度は提案した手法の妥当性を検証するための爆轟

速度測定実験を実施し、測定誤差が0.3%程度となる

精度の高い測定手法を確立した。 

④ 産業保安力向上のための研究 

 産業保安力向上のための研究では、事故情報を事故

防止に活用するためにリレーショナル化学災害データ

ベース（RISCAD）の継続的な運用を行い、事故を時

系列で整理して分析する事故分析手法 PFA の普及活

動を行った。また、安全文化と安全基盤からなる保安

力評価の実用化のための評価項目の見直しや保安力評

価データ収集のための入力システムの開発を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］火薬類、火薬庫、保安距離、行政ニーズ、

安全性評価、爆風圧、可視化計測、

BOS 法、環境低負荷、爆破解体、破砕

デバイス、電子制御、破壊実験、ナノリ

スク、粉塵爆発、混合液化ガス、液体酸

素、液体酸素濃度、光吸収、高圧ガス、

可燃性ガス、支燃性ガス、微燃性冷媒、

爆発影響評価、リレーショナル化学災害

データベース（RISCAD）、事故分析手

法 PFA、原因体系化モデル、保安力評

価、安全文化 

 

［テーマ題目３］リスクトレードオフ評価・管理手法の

研究 

［研究代表者］恒見 清孝 

（物質循環・排出解析グループ） 

［研究担当者］東野 晴行、蒲生 昌志、岸本 充生、

梶原 秀夫、堀口 文男、林 彬勒、 

小野 恭子、井上 和也、石川 百合子、 

牧野 良次、内藤 航、篠崎 裕哉、 

加茂 将史、布施 正暁 

（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

化学物質間のリスクトレードオフ評価の成果発信を行

うとともに、暴露解析ツール、有害性推論ツール、リス

ク評価管理手法等のリスクの定量的評価技術の向上をめ

ざした。 

① リスクトレードオフ評価の成果公開 

 洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属の

4用途群のリスクトレードオフ評価書、排出シナリオ

文書やリスクトレードオフ技術ガイダンスを2012年8

月から12月にかけて公開した。また、シンポジウム

「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解

析手法の開発」を2012年11月に開催し、プロジェクト

で達成した成果を報告するとともに、今後のリスク評

価研究の方向性について、産業界関係者を交えて活発

な議論を行った。 

② 消費者製品に含まれる化学物質暴露評価手法の開発 

 室内環境で、一般消費者が消費者製品等に含まれる

化学物質へ暴露されることによって生じる、シックハ

ウス症候群等の様々な影響を評価し、適切に管理する

ことに資するために、１）室内濃度に関する情報収

集・測定、２）室内濃度推定のためのアルゴリズムの

作成、３）製品情報の収集を行い、室内濃度の時間変

化と世帯分布が再現できるような室内濃度推定プロト
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タイプモデルの開発を行った。 

③ 環境動態モデルの機能向上 

 大気モデルでは、ADMER の発展版として開発を

進めてきた二次生成対応広域大気モデル ADMER-
PRO Ver.1.0を2012年9月に公開した。 

 河川モデルでは、AIST-SHANEL Ver.2.5を2012年

4月に公開した。このプログラムを一部改良し、阿武

隈川水系を対象とした放射性セシウムの存在形態別の

濃度解析を行い、出水時に懸濁態濃度が増加する傾向

を示した。また、本モデルを鉱山水系に適用し、坑廃

水を未処理あるいは一部無処理放流した場合の鉱山下

流の水質変化を予測した。 

 海域モデルの開発の一環として、東京湾内における

放射性物質の環境中濃度と魚類体内濃度の実測調査を

実施した結果、東京湾底泥の放射性セシウムの主な供

給源が荒川や江戸川などの河川水であること等が示唆

された。 

④ 有害性推論モデルの確立 

 有害性の推論（ヒト健康）では、既存の有害性情報

が断片的な場合にも、リスク評価に必要となる有害性

を推論するために QAAR（定量的活性活性相関）手

法を採用し、共分散構造モデリングにより実装した。

さらに、開発した手法の検証も行い、QAAR 手法の

実行可能性を示した。生態では、有機化合物について

は限られた有害性情報から種の感受性分布（SSD）

を推定する考え方を示し、金属については生物利用可

能性を考慮し有害性を評価する方法を検討した。ヒト

健康と生態とも、有害性推論の考え方をまとめたリス

クトレードオフ評価のためのガイダンス（暫定版）を

公表した。 

⑤ アジア対応暴露解析の開発 

 各国 GDP の空間割振りによって燃料消費に伴う鉛

排出量5km メッシュデータを作成し、日本国内の環

境中濃度推定で良好な検証結果を得た。また、中古品

貿易と不法リサイクルを含む鉛の国間マテリアルフロ

ー解析手法を開発し、地球規模で排出量推定を行い、

不法セクターの排出寄与が非常に高いことを示した。

さらに、アジア対暴露解析プロトタイプモデルを作成

し、中国のインフォーマルリサイクル集積地区におけ

る簡易的な暴露評価を行い、大気、河川水、底質で良

好な検証結果を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］消費者製品、暴露解析、有害性推論、サ

ブスタンスフロー、環境動態モデル、ア

ジア対応 

 

［テーマ題目４］新規社会システムのライフサイクル評

価手法の研究 

［研究代表者］玄地 裕 

（素材エネルギー研究グループ） 

［研究担当者］玄地 裕、田原 聖隆、本下 晶晴、 

井原 智彦、河尻 耕太郎、工藤 祐揮、 

岸本 充生、本田 智則 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

社会システム（新規技術・政策）の導入による環境・

経済・社会への直接的な影響だけではなく、人間の生活

行動を考慮した最適なシステム導入やそれに伴う産業構

造など、社会全体に波及的に生じる間接的な影響まで、

動的かつ包括的に評価することが求められている。そこ

で、ライフサイクル評価手法の研究開発として、社会シ

ステムの個々の構成要素と環境問題の関係だけでなく、

システム全体が与えうる新しい影響領域を評価する手法

の検討を通じ、普及の見込まれる新規社会システムの影

響評価手法を開発する。本研究課題では、持続的発展可

能な社会を目指す際に必要となる社会システムの実現に

寄与することを目的に研究を実施している。本年度は、

①環境負荷原単位データベース IDEA の拡充 ②新た

な影響領域の評価手法開発 ③素材／資源フロー解析を

実施した。 
① 環境負荷原単位データベース IDEA の拡充 

 地球環境問題など環境側面の定量化手法として、

LCA は必須の概念である。LCA において環境負荷を

求めるためにはインベントリデータが必要不可欠とな

る。本課題では、商品を網羅し、信頼性を確保したイ

ン ベ ン ト リ デ ー タ ベ ー ス IDEA （ Inventory 
Database for Environmental Analysis、2008年開発

開始）の開発を行っている。今年度は、水消費や土地

利用の影響評価のためのインベントリデータを拡充す

るとともに、産業間の連鎖構造分析を行うために必要

な産業マトリックスデータの構築を実施した。加えて、

既存のデータベースは EC の環境フットプリントに適

合できるのかを議論する LCA データベース国際ワー

クショップ（経済産業省共催）を開催した。また、

IDEA 新バージョンの開発と利用方法を紹介する講演

会を開催した。 

② 新たな影響領域の評価手法開発 

 新規社会システム導入に伴う影響を評価するため、

新しい影響領域（水資源消費、土地利用、希少鉱物資

源の消費、都市の温熱環境）に対応した影響評価手法

の開発を進めた。水資源消費に伴う人間健康の評価手

法については世界162カ国に対応した影響評価係数リ

ストを作成した。土地利用の影響評価手法では5つの

土地利用区分に対応した日本の3次メッシュレベルで

の生態系サービス損失評価係数を、希少鉱物資源消費

の影響評価手法ではレアアースの消費に関わる特性化

係数を、都市の温熱環境に関しては、排熱による熱ス

トレスと睡眠障害による健康被害の評価モデルを開発

した。 

③ 素材／資源フロー解析 
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 社会における金属資源利用を議論するためには、各

素材の需要量やスクラップ発生量の変化の長期的な推

計が有用である。そこで、需要の大きいアルミニウム

を対象としてマテリアルフロー解析をおこない、2050

年までの需要量やスクラップ発生量の推計をおこなっ

た。日本、米国、欧州、中国の4地域について解析し

た結果、アルミニウム需要は2050年に全体で約5,000

万トン、スクラップ発生量は約4,500万トンに達する

と推計された。また、次世代自動車やスクラップソー

ティングの導入についてシナリオ分析をおこない、ハ

イブリッド車や電気自動車の普及による鋳造品需要縮

小、新地金消費増という影響をスクラップソーティン

グにより緩和可能であることなど、各技術普及がアル

ミニウムの循環利用に与える影響を定量的に示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］LCA、インベントリデータベース、 

産業マトリックス、消費者行動、バイオ

マス、土地利用、水資源 
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２）ライフサイエンス分野研究企画室 
（Life Science and Biotechnology） 

--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 

（Director-General・Deputy Director-General・ 
Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：湯元 昇 

副研究統括：織田 雅直 

 

概 要： 

 研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。副

研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野の人

事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本部及

び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括して

いる。研究分野間の融合を推進し、業務を実施してい

る。 

--------------------------------------------------------------------------- 
ライフサイエンス分野研究企画室 

（Life Science and Biotechnology） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：5名（4名） 

 

概 要： 

 産総研として特色ある研究の方向性や、開発技術を

社会に還元することを意識し、ライフサイエンス分野

の研究資源の最適配置をはじめとした研究管理を行っ

ている。 

 具体的には、当該分野における研究方針、研究戦略、

予算編成等の策定。研究プロジェクト立案や調整。研

究分野をまたがる融合研究の立案や調整。BioJapan
や JST 新技術説明会などを始めとする各種イベント

出展に対する立案や出展テーマの調整。見学、視察対

応。新規採用・任期付研究員のパーマネント審査に関

する業務など。 

 平成24年度は、通常業務に加えて例として以下のよ

うな業務を行った。 

1. 創薬分子プロファイリング研究センター設立に向

けた立案と関連作業 

2. 動物飼育施設の運営、集約に関する検討  

3. アジア諸国（インドネシア、インド、中国、韓

国）との連携強化に向けた立案、調整 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

 [ライフサイエンス分野研究企画室] 

  研究企画室長     田村 具博 他 

 [生物資源管理グループ] 

  グループ長        大和田 一雄 他 

 

②【糖鎖医工学研究センター】 

（Research Center for Medical Glycoscience） 
（存続期間：2006.12.1～2014.3.31） 

 
研究センター長        ：成松 久 
副研究センター長：後藤 雅式 
 
所在地：つくば中央第2 

人 員：7名（7名） 

経 費：522,965千円（252,409千円） 

 
概 要：  
「研究目的」 

 糖鎖遺伝子の網羅的発見、糖鎖合成技術、糖鎖構造

解析技術の3大基盤技術を開発し、糖鎖科学の幅広い

分野において、さらなる基礎的発見・発明を積み重ね

るとともに、それらを産業化へ応用する努力を行い、

世界的な糖鎖科学研究中枢としての基盤をさらに強固

なものとする。 

 ポストゲノム研究としてプロテオーム研究が隆盛を

極める中、タンパク質機能の発揮には翻訳後修飾が重

要であることにようやく多くの研究者が気づき始め

た。タンパク質は、リン酸化、メチル化、硫酸化、そ

して糖鎖付加などの翻訳後修飾を受けて初めて成熟し

た機能を持つようになる。その中でも最も複雑な過程

が糖鎖修飾である。ゲノム配列が解明され、生命の神

秘に迫ったとされたが、かえって新たな謎の存在をク

ローズアップさせることになった。それが糖鎖であ

る。生体内の多くのタンパク質は糖鎖修飾を受けてい

るが、糖鎖はタンパク質の機能を制御する重要な要素

である。生体内で働いているタンパク質の機能を解明

し、利用するため、糖鎖とタンパク質を一体として解

析するグライコプロテオームにより明らかにされる、

すなわち、タンパク質部分は同一であっても付加する

糖鎖構造が異なる分子「糖鎖修飾異性体」の概念を基

本として研究全体を推進する。 

 糖鎖科学は、ポストゲノム研究において我が国が優

位に立っている数少ない分野の一つであることから、

当研究センターはこれまでの糖鎖研究資産を生かし

て、産業化に繋がる糖鎖医工学研究を実施すること

で、国際的な糖鎖研究のネットワークにおける中核的

拠点として研究開発の推進に貢献することを目指して

いる。 

「研究手段」 

 既に終了した NEDO 糖鎖関連遺伝子ライブラリー

構築プロジェクト（以下 GG プロジェクト）、糖鎖エ

ンジニアリングプロジェクト（以下 SG プロジェク
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ト）、糖鎖機能活用プロジェクト（以下 MG プロジェ

クト）において中核的研究機関としての役割を果た

し、外部からも高く評価される実績を上げてきた。本

年度はプロジェクトの成果の社会還元を最重点課題と

して捉え、がんなどの糖鎖関連マーカーの実用化に向

けた企業共同研究に注力した。肝疾患マーカー開発に

関しては、厚生労働科学研究費を獲得し、17医療機関

とともに有効性試験を実施している。また、本課題に

おける上海交通大との連携については理事長戦略予算

を使用した。糖鎖疾患バイオマーカーの探索に必須で

ある臨床試料については引き続き入手に努め今では産

総研ライフの貴重な財産となりつつある。産総研の第

3期研究戦略で掲げている、糖鎖を指標とした生体分

子による疾病の診断システムの開発については、早期

診断による予防医療を実現するための基盤技術開発に

よるライフ・イノベーションの実現を目指し、とくに

迅速計測システムの開発の点で実用化を進めた。具体

的な研究課題は以下に掲げる。 

 「生体反応の分子メカニズムの解明によるバイオマ

ーカーの探索と同定」は、MG プロジェクトの中心課

題として、糖鎖関連の主要な疾患である、がん、免

疫、生殖医療などを中心に、産業上有用なバイオマー

カーの発見を目指して以下の研究を継続推進してい

る。以下、共同研究企業名については割愛する。 

１）がんの悪性度の指標となる糖鎖構造及びその糖鎖

の担体となる糖タンパク質を探索し同定する。糖鎖

構造、糖タンパク質を鋭敏に検出する技術を開発

し、がんの早期診断や治療方針決定を可能にする技

術を開発している。 

２）免疫異常の原因となる糖鎖構造、糖タンパク質を

探索し同定する。特に IgA 腎症は全腎臓病の約半

数を占める患者数の多い重篤な疾患であるが、糖鎖

不全との関係が示唆されている。病気の原因究明、

診断法の確立、有効な治療法の開発を目指してい

る。 

３）生殖医療では、精子、卵子の成熟に糖鎖が関与し

ていると考えられ、糖鎖機能不全により不妊が起き

ると推測している。その原因究明、バイオマーカー

の発見、最終的には不妊診断、治療への道をつけ

る。 

 上記の疾患別研究開発を推進するために必要な技術

開発項目を以下に掲げる。 

１）産業上有用な機能を有する糖鎖を生体試料から高

効率に分画、同定する技術を確立し、糖鎖マーカー

を開発している。 

２）これに付随して糖鎖マーカーの精製や診断用糖鎖

構造解析等に供される新たな装置（自動エンリッチ

メントシステム）を開発している。 

３）疾患の進行に伴い構造変化する糖鎖マーカーは生

体内の重要な機能と結びついている可能性が高いた

め、発見された糖鎖マーカーの生物学的機能を解析

することは、疾患の治療手段の開発に繋がる。 

４）質量分析計、レクチンアレイによる構造解析技術

の改良に加え、より鋭敏で簡便な基盤技術を開発し

ている。 

一方、散在している糖鎖関連データベースを統合す

ることで、より有益なデータベースへと進化させるこ

とができる。糖鎖関連データベースに関しては、産総

研が中心となり、国内の統合化を進めるだけでなく、

活動範囲をアジアに拡張している。すでに、糖転移酵

素 デ ー タ （ GGDB ）、 MS ス ペ ク ト ル デ ー タ

（GMDB）、レクチン結合データ（LfDB）、糖タンパ

ク質データ（GlycoProtDB）、糖鎖合成データ、糖鎖

構造などの糖鎖データベース化を進め、ユーザーに利

用されやすいように、他研究機関の糖鎖関連データベ

ースを含め、糖鎖統合データベース（JCGGDB）の

構築および公開を行なっている。 

「方法論等」 

 研究センター内での全チームの共同研究体制を最重

要視している。チーム間の壁がほとんどない「研究セ

ンター全体が一つのチーム」体制により、一丸となっ

て研究を推進している。 

 本研究センターの特徴として連携戦略班を設置して

いる。本格研究を推進するためには、今まで蓄えた知

財・研究リソース（遺伝子、細胞、モデル動物、解析

装置、データベース等）は既に膨大な存在となってお

り、それを無駄なく有効に活用する新たな仕組みが必

要であり、プロジェクトを推進すると同時に、成果普

及を別のマネジメントで行っている。特に、独立行政

法人工業所有権情報・研修館、発明推進協会との連携

で知財プロデューサーを派遣してもらい、出願支援、

使用許諾及び共同研究など企業等との契約支援、知財

マップ作成など、プロジェクト成果の知財の戦略的な

管理、運用を行なっている。また、良好な研究環境を

構築するためにリスク管理は重要であり、安全講習と

して、RI 実験実施要領、ヒト由来試料実験倫理、組

み換え DNA 実験取り扱い要領、微生物実験取り扱い

要領について、さらに知的財産と特許、論文／学会発

表における承認基準、産学官連携と各種事業、研究者

行動規範など、連携戦略班により研究センター内での

独自の教育を行っている。コンプライアンス管理活動

として、研究センターは、社会の中で活動している存

在であり、研究者以外にさまざまな人々が周囲にい

て、それぞれ異なった価値観をもって見られているこ

とを理解することに努めている。真に生命科学や糖鎖

科学の進展に貢献するかを厳しく吟味し、研究者が情

熱を持って取り組んでいる課題や萌芽的研究は、その

実施を積極的に支援している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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内部資金： 

融合・連携推進予算「筑波大・企業三者連携による創薬

支援技術の開発」 
 
融合・連携推進予算「上海交通大学との連携ラボを活用

した国際共同研究支援事業」 
 
外部資金：  
独立行政法人 科学技術振興機構 ライフサイエンスデ

ータベース統合推進事業「糖鎖統合データベースの運営

と統合化支援、データベース更新作業」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 研究成果最適展開支

援プログラム「半導体素子を用いた肝線維化センサーの

開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 復興促進プログラム

「糖タンパク質の糖鎖品質を全自動で定量評価できる省

エネ・省スペース型装置の開発」 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 難病・がん等

の疾患分野の医療の実用化研究事業 「肝疾患病態指標

血清マーカーの開発と迅速、簡便かつ安価な測定法の実

用化」 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金 平成24年度厚

生労働科学研究費補助金（B 型肝炎創薬実用化等研究事

業）「B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解析と医用

応用技術の実用化へ」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費「糖

鎖遺伝子改変マウスを用いたコア3型 O-結合型糖鎖の

生体内機能解析」 

 
文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 C「構造生物

学的解析による R 型レクチンのシアル酸含有糖鎖結合

能獲得メカニズムの解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 A「糖鎖機能

の統合的理解を目指した糖鎖改変マウスの N-結合グラ

イコプロテオーム解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 C「分化能の

異なるがん幹細胞の同定とがん免疫療法による治療可能

性の検討」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究「医療

用マイルドプラズマによる創傷治癒の確立とプラズマー

組織細胞交互作用の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究B「糖鎖によ

る細胞表面生体分子の機能の調節・制御機構の解明」 

 

発 表：誌上発表19件、口頭発表53件、その他2件 

--------------------------------------------------------------------------- 
マーカー探索技術開発チーム 

（Functional Glycoproteomics Team） 
研究チーム長：成松 久 

（つくば中央第2） 

概 要： 
１）糖鎖関連バイオマーカーの開発 

 これまでに3つの NEDO プロジェクトを遂行し、

糖鎖遺伝子プロジェクトでは、生体内で糖鎖合成の

担い手である糖鎖遺伝子を網羅的にクローニングし、

糖鎖構造解析プロジェクトでは、質量分析装置とレ

クチンを用いて糖鎖の構造解析が可能になった。そ

れらの基盤技術を背景に、糖鎖機能活用プロジェク

トでは糖鎖関連バイオマーカーの開発と生体内での

糖鎖機能の解明に取り組み、いくつかの臓器のがん

におけるバイオマーカー候補分子を多数見出してい

る。糖鎖関連バイオマーカーの基本となる考え方は、

「修飾異性体」の検出である。細胞の分化やがん化

に伴い糖鎖構造が大きく変化することは以前より知

られていた。疾患においては、同じタンパク質であ

っても、産生する細胞の状態によってその糖鎖構造

が異なることが予想される。我々はこのような根元

のタンパク質部分は同じであるが、糖鎖構造が異な

る糖タンパク質を修飾異性体と呼んでいる。糖鎖関

連バイオマーカーの開発では、グライコプロテオー

ムの概念に基づき、疾患に関連して変化した糖鎖構

造をキャリーしているタンパク質を同定し、その糖

鎖構造とタンパク質の両方を特定した検出システム

を構築することで、特異性の高い疾患マーカーの開

発を目指している。肝臓がん・肺がん・大腸がん・

膵臓がん・卵巣がんなど数十種類の各種がん由来培

養細胞や患者由来生体材料を用いて、がんに関連し

た糖鎖構造変化を同定し、それら糖鎖のキャリアー

タンパク質を生化学的手法・レクチンマイクロアレ

イ・質量分析・IGOT 法、糖鎖遺伝子発現プロファ

イル解析を用いて数多く同定した。5種類の臓器の

がん（肝細胞がん、胆管がん、卵巣がん、肺がん、

前立腺がん）のグライコプロテオミクス解析から得

られたマーカー候補分子に対して、生化学的なスク

リーニング解析を行い、候補分子のマーカーとして

の有用性について検証した。この過程で当初の数百

種類の候補分子の中から先行して、数種類程度まで

の候補の絞り込みを行った。これらのマーカー候補

分子のうち、一部に関しては、タンパク質分子に対

するモノクローナル抗体の作製を系統的に進めた。

また、並行して入手可能な市販抗体などを用いた各
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種検証を進めた。その結果、胆管がん、肝細胞がん、

卵巣がんの候補分子のうち、有用と思われた候補分

子に関しては、糖鎖構造変化を検出するレクチンと

候補分子のサンドイッチ ELISA 検出システムを構

築することで迅速化にも成功した。これを用いて患

者由来の臨床検体を用いて解析し、その有効性を検

証した（少数検体によるバリデーション解析の実

施）。さらに胆管がんや肝細胞がんの一部の候補分

子に関しては、当該システムを用いて、より多検体

での検証試験の実施を行う予定である。 

 肝疾患マーカーでは、先に同定済みの肝疾患マー

カー候補分子群について、レクチンクロマトグラフ

ィー、免疫組織学的解析、レクチンアレイ解析等の

糖鎖解析技術を応用し、血清マーカー候補分子を絞

り込んだ。さらに、絞り込まれた H1-12分子を検

出するためのサンドイッチアッセイ系を開発し、少

数検体レベルでの、血清を用いた正当性検証試験を

行った。統計解析の結果、肝細胞がん患者群は肝炎

患者群よりも有意に値が上昇している事が確認され

た。より詳細に有用性を確認するために、線維化ス

テージや肝がんの有無（肝硬変群含む）など臨床情

報の規定された患者血清を対象とした小規模な有効

性検証（一部は正当性検証の拡大）を行った。また

この分子の局在と、プローブレクチンの標的糖鎖の

局在を患者肝組織切片の染色により検証した。肝疾

患（肝硬変および肝がん）患者組織切片を、分子

H1-12の抗体およびプローブレクチンを用いて染色

した結果、分子 H1-12と、プローブレクチンによ

る染色領域は（結節周辺部にて）ほぼ重なり、分子

H1-12と疾患関連糖鎖エピトープは共局在すること

が判明した。また各種患者血清を用いた正当性検証

の結果、肝硬変の予後の推測に利用できる可能性が

示唆された。先行して開発された肝線維化マーカー

についても多施設研究での試料収集と、それを用い

た解析・検討を進めている。 

 また、肝細胞がんマーカーの開発では、既存マー

カーである AFP とは異なる（取り逃がしている）

患者群を囲い込むことが出来る、新規の糖鎖バイオ

マーカーの開発を試みている。肝細胞がん培養液よ

り、レクチンーIGOT-LC/MS 法で数百種類のプロ

ーブレクチン反応性の糖タンパク質を同定し、さら

にバイオインフォマティクス解析にて候補の絞り込

みと優先順位付けを行った。今後、正当性検証を行

う予定である。 

 卵巣がんマーカー開発では臨床施設との共同開発

体制を確立した。現在開発中のマーカーに関して、

サンドイッチ ELISA による検出系を樹立、卵巣が

ん患者試料および良性卵巣疾患試料での検証試験を

実施した。その結果、卵巣がんと婦人科疾患（子宮

体がん、子宮肉腫、子宮筋腫、子宮内膜症）との間

に有意差があることが明らかとなった。また、検証

中のマーカーは現行マーカーよりも特異度が高いこ

とが明らかとなった。さらに実用化を目指し、企業

と連携して高感度の検出キットの開発を進めている。

並行して、マーカー検出に特化したプローブの開発

も行っている。また、別途同様の戦略で臨床ニーズ

の高いマーカー開発を各臨床機関と共同して開始し

た。予備的な解析ではがん性糖鎖変化を捉える新た

なレクチンを選抜することが出来、今後新規マーカ

ー開発に繋がることが期待できる。肺がんではサン

ドイッチ ELISA 検出系での、少数の臨床検体によ

る検証を行っている。解析が未実施の候補分子に関

しても、継続して生化学解析によるスクリーニング

により、有用分子の選抜を進めている。 

２）糖鎖遺伝子ノックアウト（KO）マウスの作製と

解析 

 これまでの糖鎖の機能解析の多くは、糖鎖改変細

胞を用いた細胞生物学的な解析である。糖鎖の担う

重要な生体機能の1つは細胞間コミュニケーション

であり、生体内でそれを解析するためには糖鎖合成

に関連する糖鎖遺伝子を改変した糖鎖改変モデル動

物を作製することが必要である。現在までに186個

以上の糖鎖遺伝子が報告されているが、糖鎖機能活

用プロジェクトではその中から、糖鎖遺伝子プロジ

ェクトで新規に見出された遺伝子の中で、がん化に

より遺伝子発現が変化するもの、組織特異的に発現

するもの、in vitro で機能性糖鎖を合成する糖転移

酵素をターゲットにして KO マウスを作製した。

具体的には Lex（SSEA-1）を合成する FUT9、正

常大腸に発現し、がん化により消失するコア3合成

酵素、糖タンパク質ホルモン特異的な糖鎖の合成酵

素、グリコサミノグリカン合成酵素、ポリラクトサ

ミン合成酵素などである。これらの KO マウスは

個体数が確保できたのもから順次、生化学的解析、

病理解析などの機能解析に移っており、いくつかの

マウスではがんの発生する頻度が高いなどの表現型

が見出されている。これらのマウスを用いて、疾患

において糖鎖が関連する分子メカニズムの解明を進

めている。 

３）ポリラクトサミン（PLN）合成酵素遺伝子ノッ

クアウトマウスの解析： 

 基幹的糖鎖構造の一つである PLN 鎖合成に関与

する2系統の KO マウスに関して、免疫系の表現型

を中心に解析を行っている。個体レベルでの免疫反

応に対する PLN 欠損の影響を確認するため、まず

は糖タンパク質上の PLN の合成に関与する酵素で

ある、B3gnt2 遺伝子の KO マウスを用いてマウス

接触性過敏症モデル系実験での免疫応答の検討を行

った結果、B3gnt2 KO マウスでは免疫応答性が悪

くなっている事が分かり、その原因として、
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B3gnt2 KO マウスでは PLN 鎖が消失に伴ってセ

レクチンリガンドの減少により、好中球の浸潤が著

しく減少している事が考えられた。これらの糖鎖合

成不全により、免疫応答性の変化が起こっているも

のと結論した。また、KO での PLN 糖鎖の発現に

関する基礎的な知見に関しては、未だ不足している

と考えられるため、PLN 糖鎖のキャリア分子の同

定を試みている。まず、PLN キャリア糖タンパク

質を効率的に捕集するための系（レクチンアフィニ

ティーなどによる捕集の系）の構築を行っている。

培養細胞株（HL60細胞）を用いて検討した結果、

得られた分子情報には、既報で PLN キャリアであ

ることが報告されている分子を含んでいることが明

らかとなった。また、予備試験的に行った野生型マ

ウス由来細胞での解析では、50種類以上の糖タンパ

ク質分子の情報を得た。バイオインフォマティクス

解析の結果、その多くは膜タンパク質であることな

どが明らかとなったが、正確性に関しては更なる検

討を要すると思われる。今後、さらに系のブラッシ

ュアップを行うと同時に、各種試料で捕集された糖

タンパク質の同定を MS 解析により行っていく予

定である。 

４）生殖に関連した糖鎖の機能の解析: 

 O-16遺伝子欠損マウスの解析：糖鎖関連遺伝子

のひとつであり、精子形態形成過程特異的に発現す

る O-16遺伝子の機能を明らかにすることを目的と

して、この遺伝子欠損マウスを作製して解析した。

その結果、O-16遺伝子欠損オスヘテロマウスは雄

性不妊であり、O-16遺伝子欠損ヘテロマウスの精

子において、一部の奇形と精子運動能を司る解糖系

タンパク質の減少に寄る著しい運動能低下によって、

雄性不妊の表現型が観察されることをこれまでに突

き止めてきた。O-16遺伝子欠損マウスにおける精

子タンパク質量の変動を定量することに成功した。

遺伝子改変マウスで見られた精子タンパク質量の変

動が、ヒト男性不妊症患者精子においても観察され

るかどうか検証することで、ヒト O-16遺伝子にお

ける遺伝子変異に起因する不妊症患者の同定を試み

ている。 

５）立体構造に基づいたノロウイルスと糖鎖との相互

作用解析 

 ノロウイルスによる血液型糖鎖の認識機構につい

て、立体構造を基に解析している。ウイルスキャプ

シドタンパク質の立体構造の解析は終了し、現在は

タンパク質と糖鎖との相互作用を定量的に解析する

ことを試みている。具体的には水素原子を補完した

モデルを量子科学計算により構築し、結合に伴う安

定化エネルギーの評価、結合に寄与する構造的な要

因を明らかにしている。この結果、糖鎖との相互作

用の特異性を決定しているのは特定の糖鎖結合部位

や特定のアミノ酸残基によるのではなく、全体の構

造と相互作用の安定化であることが示唆された。従

って、アミノ酸配列比較から特異性を分類予測する

ことは極めて困難で、そのためには一度立体構造と

いう情報を経由することが必須であることが分かっ

た。今後これを基にウイルスの糖鎖認識の特異性と

ウイルス株ごとのアミノ酸配列との関係、さらには

ウイルスの多様性や新種の特徴の解析ツール開発へ

と繋げる。 

６）B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解析と医用

応用技術の実用化へ 

 B 型肝炎は、B 型肝炎ウイルス（HBV）のヒト

肝臓特異的な感染（母子感染や水平感染による新規

感染）により発症し、持続感染、肝線維化、肝硬変

そして肝癌と進行する。B 型肝炎の治療には、IFN
や核酸アナログ薬の継続投与が行われているが薬剤

耐性ウイルスの出現が問題となっており、新たな創

薬ターゲットの発見が必須である。本研究は、肝疾

患や HBV 作製・感染実験の専門家との協力体制に

より実施しており、HBV の多検体検査や創薬支援

に繋がる技術の開発、肝細胞上の HBV の感染に関

わる糖鎖の構造・機能を解明、内在性レクチンなど

HBV 感染機構の解析、ウイルス粒子の形成や分泌

における糖鎖の役割を明らかにし、抗 HBV 創薬の

シーズの探索、ヒト型糖鎖を持つ HBs 抗原を用い

た新規ワクチンの開発を目的としている。マーカー

探索技術開発チームからは以下の成果を得た。 

 HBV の肝細胞特異的な感染に、HBV 受容体が

糖鎖であるのか、レクチンなどのタンパク質なのか

は不明なままである。そこで HBV 感染可能な細胞

と非感染性細胞の比較を行った。HBV 非感染性の

HuH7細胞と HepG2細胞について質量分析による

糖鎖構造解析（N-glycan/O-glycan 解析）を行った。

N-結合型糖鎖については両細胞間の糖鎖構造は類

似していたが、O-結合型糖鎖はシアリル化糖鎖構

造の相対量に両細胞間で差がある結果となった。現

在感染可能な肝細胞を解析中であり、HBV 感染と

糖鎖の関係をより詳細に比較解析する。 

 肝細胞と非感染性の肝細胞株の遺伝子発現を比較

し、糖鎖遺伝子や内在性レクチンの発現差を明らか

にするため、次世代シーケンサーによるホールトラ

ンスクリプトーム解析を行っている。またグライコ

プロテオーム解析の結果を基に内在性レクチンの検

索を行い、候補分子をクローニングした。タグ付き

HBs 抗原（S、M、L）を発現・調製し、精製 HBs
抗原を用いて細胞への吸着を定量化する方法を検討

した。 

 糖鎖遺伝子 qPCR アレイにより糖鎖遺伝子発現

を解析し、糖鎖遺伝子を2群（抑制目的と過剰発現

目的）に分け、cDNA と siRNA ライブラリーの作
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成を進め、糖鎖改変細胞作製の準備を行った。糖鎖

合成阻害の HB ヴイルスの粒子形成・分泌への影

響を解析する事により、創薬ターゲットの選定に繋

げる。 

７）糖鎖科学統合データベースの開発と公開 

 JST/NBDC の統合化推進プログラムの中で、国

内外の糖鎖関連データベースを保有する研究機関や

大学などと連携し統合化を推進した。当センターが

保有する糖タンパク質 DB（GlycoProtDB）、糖転

移酵素 DB（GGDB）、レクチン DB（LfDB）など

のデータ補充やインターフェースの改修を行った。

国内の DB に対して横断検索や構造検索など横断的

に検索できるインターフェースの開発を終えた。ま

た、より高度に統合化したインターフェースを実現

させるために、糖鎖構造や遺伝子名などの共起や最

長フレーズを認識できる統合化検索の技術開発を行

った。さらに、統合化検索に必要な情報基盤の整備

のため、シアリルルイスエックスなど有名な構造名

でも、各 DB や論文の記述では、Lex、Lewis x、
Lex などと表記が異なることから様々な表記を同じ

ものとして扱えるようにシノニムの整備を行った。

これに関して、協力機関と糖鎖構造表記の標準化す

るために技術開発と運用に向けた整備を行っている。 

 また、国際連携も視野に入れ、アジア各国と欧米

のの主要なグループの開発者を DB 会議に招聘した。

各国の DB 開発や研究データの情報を交換し、連携

のための共同開発のための準備と話し合いを継続し

た。 

 
マーカー検出技術開発チーム 

（Glycoproteomics Application Team） 
研究チーム長：池原 譲 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 池原研究室は、産業技術総合研究所で唯一、病理学

を専門とする研究室である。病理学は、先端科学技術

を導入して疾患についての理解を深め、病理に基づく

診断・治療大系の確立を目的とする。このため、糖鎖

医工学研究センターの一員として行う I) 糖鎖バイオ

マーカー探索と機能解析を実施しているほか、病理学

の強みを生かして「がんを標的疾患とするバイオイメ

ージング技術の研究開発」、II) 医療用プラズマ発生

装置の開発、III) 超早期高精度診断システム（画像

診断・PET）に関連した研究開発、IV)新規半導体素

材を活用した近赤外域の波長を利用した医療器機開発。

II-IV) にて実施する課題は、産業技術総合研究所・

ライフサイエンス分野の一員としてだけでなく、環

境・エネルギー分野・ナノテクノロジー分野・情報エ

レクトロニクス分野の研究者と分野を超えた連携を構

築して、実施しているものである。そこでは、産総研

の持つ「装置技術の開発力」を最大に活かして、研究

の融合・連携で達成される「革新的医療機器とそれに

よる医療イノベーション」を目標としている。また、

臨床全科に渡る最終診断の責任を担っていた病理専門

医としての活動経験を生かし、連携グループが進むイ

ノベーションの方向とかじ取り、そして成果技術の臨

床へのトランスレーションを担当したい考えている。 

Ⅰ）糖鎖の関与する病理の解析と、検出・治療介入に

関連した技術開発 

 当課題では、a)NEDO の「糖鎖機能活用技術開

発（MG）プロジェクト」における糖鎖バイオマー

カー開発、b)生物系特定産業技術研究支援センター

（生研センター）「新技術・新分野創出のための基

礎推進事業」における糖鎖被覆リポソームワクチン

の開発、そして c)文部省科学研究費基盤研究(c) 

「分化能の異なるがん幹細胞の同定とがん免疫療法

による治療可能性の検討」を、平行して進めてきた。

a)および b)は予定通りに22年度末で終了したため、

24度における研究開発は、c)を行うのみであった。 

 糖鎖被覆リポソームを活用したドラッグデリバリ

ーシステムについての成果について、製薬会社が

「タイレリア原虫感染症に対するワクチンの開発」

を引き継ぐこととなり、そのための手続きを進めた。

これは、乳牛畜産業における感染症対策のニーズに

よるものであるが、この研究成果は、NEDO の行

う産業技術研究助成事業の代表者として、愛知県が

んセンターで池原が助成されてスタートした課題と、

愛知がんセンターで提案した研究課題が生研センタ

ーの「新技術・新分野創出のための基礎研究推進事

業」が採択助成されて得られた成果を総合的に組み

合わせたものである。 

 畜産領域で実用化を進めたワクチン技術はヒトの

疾患においても有望であり、例えば、ポリオや麻疹

のように、依然として生ワクチンが使用され、その

使用事故が問題となっている感染症で有用となる技

術である。実際、リコンビナント抗原を糖鎖被覆リ

ポソームに封入にして使用した場合、生ワクチンと

同様の高いワクチン効果が期待される一方で、生ワ

クチンの接種による感染事故を起しえないと考えら

れるからである。 

キーワード：バイオマーカー、ドラッグデリバリー 

Ⅱ）医療用プラズマ発生装置の開発 

 産総研エネルギー技術研究部門・先進プラズマグ

ループの榊田創グループ長と連携し、グロー型プラ

ズマ発生技術をベースとした、安全性の高い新しい

タイプの血液止血器具の開発を実施している。 

 我々の開発した「榊田プラズマ止血装置」は、従

来の機器装置を使用した場合に比較して、開腹手術

にともなう術後障害を大幅に改善・予防できること

を明らかにした。一般の外科手術で用いられる高周
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波電気凝固、レーザー凝固や超音波切開凝固などに

よる処置は、「焼灼損傷による血行遮断」であるた

め、処置にともなう組織障害を必ず生じる。外科手

術における止血処置は、必要かつ不可欠な操作であ

るため、止血処置に起因する術後障害は、必ず存在

するのである。術後の入院期間は、術後障害の強度

に依存することから、入院期間短縮を実現する低侵

襲性の外科手術の実現には、我々の開発したデバイ

スの実用化が必須の状況なのである。 

 実用化へ向けた取り組みは、平成23年度より「医

療器機開発のガイドライン事業：医療用プラズマ装

置」を実施することにより、また平成24年度からは、

文部省科研費・新学術領域研究「プラズマ医療科学

の創成」に採択されることにより加速していると考

えられる。榊田創グループ長と連携して進めてきた

プ ラズ マ医 療・ 健康 産業 フォ ーラ ム（ Life 
Innovation by Plasma Technology - Forum: LIP-
Forum）の活動も順調であり、第4回プラズマ医

療・健康産業シンポジウム（平成24年12月21日に産

総研・臨海センター）において、同医療機器開発の

紹介を行うなどしている。同シンポジウムは、企業

を中心に100名を超える参加があった。 

キーワード：低侵襲手術、プラズマ、病理 

Ⅲ）超早期高精度診断システム（画像診断・PET）
に関連した研究開発および、IV)新規半導体素材を

活用した近赤外域の波長を利用した医療器機開発 

 当課題では、a) 文部省科学研究費基盤研究(A)で、

近赤外光を活用する医療技術・器機の開発、b) 

NEDO プロジェクトで、超早期高精度診断システ

ムの研究開発をすすめている。さらには24年度より、

融合・連携推進のための戦略予算にて、c) 「がん

を標的疾患とするバイオイメージング技術の研究開

発」を実施した。a)は、産総研ナノチューブ応用セ

ンターとナノシステム研究部門と連携して実施して

いる研究課題で、生体の窓とされる近赤外波長域を

利用できる検査測定システムの開発を進めている。

連携チームでの活動により、24年度は産総研で開発

した近赤外半導体センサーを導入した検査装置を作

成し、プロトタイプとなる装置についての性能評価

を進めた。b)は、NEDO のプロジェクト「画像診

断システムの研究開発、がんの性状をとらえる分子

プローブ等の研究開発」（PET）プロジェクトにお

いて、京都大学と連携して実施している課題であ

る。ここでは、各種のがんに対して作成されるプ

ローブの画像組み合わせ法について、インビボでの

効果判定を進めるととともに、インビボ動物モデ

ルでのターゲットプローブの実用性の検証を行な

う際に必要となる新たなモデル評価系の構築を進

め、本年度までにすい臓がんモデルを確立した。

c)は、産総研の工学関連技術を結集して「次世代

がん診断・治療基盤」を創出し、アステラス製薬・

筑波大学・産総研で行う三者連携事業を深化せしめ

ることを目的に実施している課題である。具体的な

課題は、医療全体で進む PET 画像診断の個別化医

療への対応を実現するための課題 I) 新規 PET プ

ローブおよびプラズマによる18F 等の標識装置の開

発、手術治療の低侵襲化・効率化を実現するための

課題 II) 手術の低侵襲性化を達成する近赤外画像

支援システムの構築、そして次世代放射線療法とし

ての中性子線補足療法の適応拡大を達成するための

課題 III) 新規素材を活用したホウ素製剤 DDS 技

術開発であり、糖鎖医工学研究センター、集積マイ

クロシステム研究センター、エネルギー技術研究部

門、環境管理技術研究部門、ナノシステム研究部門、

ナノチューブ応用センター、健康工学研究部門の研

究者の参加により実施している。 

［キーワード］次世代臨床検査、近赤外光、PET、マ

ウス疾患モデル、 

 

糖鎖データベース開発チーム 

（Analytical Glycoproteomics Team） 
研究チーム長：梶 裕之 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 糖タンパク質機能の発現や調節に、糖鎖が重要な役

割を果たしていることは広く知られるようになってき

た。しかし、糖鎖の構造は複雑、多様、かつ不均一で

あるため解析が難しく、特にタンパク質（ペプチド）

と結合した状態で、構造解析することはきわめて困難

である。このため、糖鎖機能やそれらの調節機構を解

析することは未だ技術的に困難である。糖鎖の機能を

包括的に理解するためには、どの糖タンパク質のどの

部位に、どのような糖鎖が付加されているか、またそ

れらがいかなる状況でどのように変化するか、を俯瞰

的に解明することが重要である。現在一般的には、標

的糖タンパク質を精製した後、糖鎖を遊離させて構造

解析しているが、付加部位の同定や、詳細な糖鎖構造

の解析には手間がかかり、糖鎖が複数箇所に付加され

ている場合はさらに全体像の把握が困難となっている。

そこで、当研究チームでは、液体クロマトグラフィー

／質量分析法（LC/MS 法）を基礎としたアプローチ

で、糖タンパク質群（グライコプロテオーム）の網羅

的構造解析に向け、ハイスループット分析技術の開発

を進めると同時に、既に確立した糖タンパク質同定技

術を医用応用して、疾患糖鎖マーカー開発を行ってい

る。 

１）疾患糖鎖バイオマーカー候補の大規模探索 

 NEDO「糖鎖機能活用技術開発」プロジェクト

（2006-2010年度）では、その一課題として、がん

の糖鎖バイオマーカー開発を行った。マーカー候補
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の探索は、がん細胞が周囲の正常細胞とは異なる糖

鎖を異所的に発現する事実を基盤とし、がん性糖鎖

をもつ組織（細胞）特異的なタンパク質を標的とす

る戦略に基づいて進められた（成松ら、FEBS 
J(2010)）。このとき、がん性糖鎖はレクチンマイ

クロアレイ分析で検出し、当チームでは、そのキャ

リアータンパク質を、標的糖鎖反応性のレクチンで

捕集し、IGOT-LC/MS 法で同定することで、候補

糖タンパク質を多数リストアップした。今年度は、

この戦略に則って探索した肝細胞がんおよび肝線維

化のマーカー候補について、正当性検証を進め、論

文発表した（J. Proteome Res.）。さらに、厚労省

科学研究費の支援のもと、肝がん早期発見マーカー

の新規探索および一候補分子の検証を行った。 

［キーワード］肝細胞がん、バイオマーカー、グライコ

プロテオミクス、レクチン、質量分析、

安定同位体標識 

 

２）糖鎖遺伝子ノックアウトマウスの糖タンパク質解

析 

 上述の通り、糖タンパク質に付加された糖鎖の構

造機能相関を分析することは非常に困難であるが、

注目する糖鎖構造の合成を担う糖転移酵素遺伝子を

ノックアウト（KO）し、その表現型の解析から糖

鎖機能を明らかにする、逆遺伝学的な手法は一つの

有効な手段と考えられる。糖鎖構造と表現型を関連

付けるためには、糖転移酵素の人為的欠損に伴って

生じる糖鎖構造変化の詳細や、その変化が生じたタ

ンパク質を知る必要がある。そこで当チームでは、

糖転移酵素 KO マウスを利用したディファレンシ

ャルなグライコプロテオーム解析を実施し、糖鎖機

能の解明を目的とした、ハイスループット分析法の

開発を行った。 

 はじめに、野生型（WT）マウスの肝臓より注目

する糖鎖モチーフ（Galβ1-4GlcNAc）を持つ糖タ

ンパク質の糖ペプチド部分を、これに親和性を示す

レクチンカラム（RCA120）を用いて網羅的に捕集

し、そのコアタンパク質及び結合部位を IGOT-
LC/MS 法により同定した。ついで KO マウスの組

織より同様に同定された糖タンパク質（部位）と比

較し、この酵素がターゲットとしているタンパク質

（部位）を決定した。また基質タンパク質の性状な

どから、糖転移酵素の作用機構について考察し、論

文発表した（Sci.Rep）。さらに、別の糖鎖モチーフ

にも着目し、培養細胞を用いた技術検証、基盤技術

の構築を進めた。 

［キーワード］糖鎖遺伝子、糖転移酵素、ノックアウト

マウス、プロテオミクス、レクチン、質

量分析、安定同位体標識 

 

３）糖ペプチド糖鎖不均一性の網羅的解析法の開発 

 糖転移酵素の変異、欠損や疾患に伴う糖鎖構造変

化を検出するため、当チームでは LC/MS を基盤と

する分析技術開発を進めている。方法論の検証と確

立を目的に、今年度は血清中に主要に含まれる糖タ

ンパク質をモデルに、糖ペプチド画分の精製、濃縮、

LC/MS 分析条件の検討、および質量分析データ解

析ソフトのパラメータ設定を行った。糖ペプチドの

選択的濃縮法として従来は親水性相互作用クロマト

グラフィー（HILIC）法を用いてきたが、ゲル濾

過法を検討し、その効果を検証した。また注目する

糖鎖モチーフをもつ糖ペプチドを選択的に濃縮する

方法として、レクチン親和性クロマトグラフィーを

利用し、標的糖鎖モチーフの濃縮効率を検討した。

さらに、複雑な LC/MS スペクトルパターンより糖

ペプチドのシグナルを選択的に抽出し、それらのコ

アペプチドと糖鎖組成を自動的に検出するプログラ

ムセットを再度新規にデザインし直し、ソフトウェ

アアソートの構築を進めた（この課題は融合・連携

推進予算の支援を受け、進めた）。 

［キーワード］液体クロマトグラフィー、質量分析、糖

鎖不均一性、LC/MS データ解析プログ

ラム 

 

４）糖タンパク質データベース GlycoProtDB の構築

と公開 

 ゲノム情報から予測されるタンパク質アミノ酸配

列の解析から、タンパク質のおよそ1/3はシグナル

ペプチドあるいは膜貫通領域をもつと予測されるの

で、これらのタンパク質は小胞体内腔で糖鎖付加を

受け、ヒトやマウスでは約7,000種類と予想されて

いる。N 結合型糖鎖は共通配列 Asn-X-[Ser/Thr]
の Asn 側鎖に結合するので、結合位置はタンパク

質のアミノ酸配列から予測可能であるが、立体構造

上の位置や膜タンパク質の場合は膜トポロジー(膜

に対する配向)によって糖鎖付加の有無が規定され

るため、実際の糖鎖付加位置情報はタンパク質の機

能制御の観点から重要な情報となる。そこで、実験

的に決定された糖タンパク質の種類、糖鎖付加部位、

およびその糖鎖が反応するレクチンの種類などの情

報から構成されるデータベースを構築するため、こ

れまでに実施したグライコプロテオーム解析データ

を整理し、当センターで構築した GlycoProtDB に

搭載した。今年度は、マウス由来のタンパク質約

2500種のデータを登録、公開し、さらにヒト由来タ

ンパク質についても上述の肝がんマーカー探索で同

定した約1,000種の糖タンパク質について、データ

ベースへの登録の準備を進めた。 

［キーワード］グライコプロテオミクス、レクチン、質

量分析、安定同位体標識、糖タンパク質
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データベース、GlycoProtDB、糖鎖付加

位置 

 
５）創薬支援のための糖タンパク質糖鎖付加位置およ

び糖鎖構造の解析 
 細胞膜表面に存在するタンパク質のほとんどは糖

タンパク質であり、糖鎖がそれらの機能を調節して

いることは想像に難くなく、実際に免疫やシグナル

伝達などで重要な機能が報告されている。ウイルス

感染、例えばインフルエンザウイルスの感染に糖鎖

が関連していることは広く認知されている。一方、

B 型肝炎ウイルス（HBV）の感染による肝炎やそれ

に引き続く線維化、がん化に対する糖鎖の関わりは

不明で、創薬標的の探索のためには、HBV 生活サ

イクルにおける糖鎖機能の解明は創薬に貢献すると

考えられる。そこで、本年は、HBV 表面に存在す

る HBs 分子における糖鎖の付加位置の同定や糖鎖

構造の分析を進めた。本研究は厚生労働省科学研究

費の支援のもとに行われた。 
［キーワード］肝炎ウイルス、HBV、表面抗原（HBs）、

糖鎖構造、糖鎖付加位置 

 

診断薬開発支援班 

（Glycodiagnosis Translation Team） 
研究班長：久野 敦 

（つくば中央第2） 

概 要： 
 本研究班は、グライコミクス／グライコプロテオミ

クスのための当センター独自技術を直接的に実用化、

ないし新規診断薬に利用される糖鎖バイオマーカーと

いう形で間接的に実用化するための研究（支援）活動

を連携戦略班とともに進めることをミッションとして

本年度に新設された研究チームである。私たちの活動

は健康を守るために開発された先端技術をいち早く社

会へ還元するのに役に立つと考えられる。また、糖鎖

が密接に絡む生命現象（がん、発生、感染、免疫な

ど）の解明や、その知見をを出発点とした治療薬や診

断薬の開発の一助にもなる。具体的な活動としては、

当センターで発見された糖鎖バイオマーカーを迅速、

かつ簡便に測定するためのアッセイ系のデザインおよ

び実用化企業への親身な橋渡しである。自ら開発した

レクチンマイクロアレイを駆使した独自のアッセイ構

築パイプラインは、糖鎖関連診断薬（Glycodiagnostic 
agent）の開発を加速している。 

［キーワード］糖鎖バイオマーカー、診断薬、橋渡し研

究、レクチンマイクロアレイ 

 

③【生命情報工学研究センター】 

（Computational Biology Research Center） 

（存続期間：2007.4.1～） 

研究センター長        ：浅井 潔 

副研究センター長：藤 博幸 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：15名（15名） 

経 費：521,558千円（305,933千円） 

 

概 要： 

 バイオインフォマティクスの中核拠点として、複雑

な生命現象を情報学の立場から総合的に解析し､ゲノ

ム配列、タンパク質、細胞などの生体情報に基づく診

断･創薬支援、バイオプロセス利用など産業技術の創

出に向けた研究開発に取り組んでいる。 

 ライフサイエンス分野における計測・実験技術の発

展は著しく、特に近年、超高速シークエンサーの登場

により、ゲノム配列、発現転写物に関する圧倒的な量

の情報が得られる状況において、大規模かつ高速な情

報処理が強く必要とされている。当センターでは独自

の大規模計算機環境を駆使してゲノム情報、生体高分

子の構造と機能、細胞ネットワークなど膨大なデータ

に対応し、工学的視点に基づく実用的なシステムの開

発を行っている。また、センター内外のソフトウエ

ア・データベースを統合し、創薬支援など実用的な応

用環境と知的基盤の構築を目指している。 

 さらに、産学官連携を重視し､民間企業や大学との

共同研究、研究員受け入れなど、次世代の生命情報工

学を支える研究人材の育成も重要なミッションである。 

 

重要研究課題としては、下記項目を掲げている。 

（１）ゲノム情報解析 

（２）分子情報解析 

（３）細胞情報解析 

（４）情報基盤統合 

（５）人材養成 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

理事長配分研究費「生物・情報融合化解析システム（バ

イオ CAD）」 

 

バイオインフォマティクスの人材養成 

 

筑波大学・企業三者連携による創薬支援技術の開発 

 

戦略メタル国内資源循環プロジェクト 

 

細胞内タンパク質の変動の網羅的解析に基づいた抗がん

剤の開発 

 

外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機「構解析プラットフォーム
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による統合利用環境の整備」（ライフサイエンスデータ

ベース統合推進事業における、基礎技術開発プログラム

の「米澤明憲」を研究代表者とする研究開発課題「デー

タベース統合に関わる基盤技術開発」の中で「解析プラ

ットフォームによる統合利用環境の整備」） 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業チーム型研究（CREST）「エピゲノム標準化情報基盤

の構築」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 珪藻ゲノムのインフォ

マティクス解析 

 

独立行政法人科学技術振興機構「ミトコンドリアβバレ

ル型外膜タンパク質の輸送と膜組み込み機構及びタンパ

ク質相互作用の解明」 

 

独立行政法人理化学研究所 試験研究題目「RNA 相互

作用予測技術の開発と転写物の網羅的情報解析」（高性

能汎用計算機高度利用事業おける研究課題「戦略プログ

ラム」準備研究 分野1予測する生命科学・医療および

創薬基盤） 

 

独立行政法人理化学研究所 試験研究題目「HPCI 戦略

プログラムにおける人材養成プログラムの実施」（高性

能汎用計算機高度利用事業おける研究課題「戦略プログ

ラム」準備研究 分野1予測する生命科学・医療および

創薬基盤） 

 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 国立情

報学研究所「超巨大データベース時代に向けた最高速デ

ータベースエンジンの開発と当該エンジンを核とする戦

略的社会サービスの実証・評価（サブテーマ：超巨大サ

イバーフィジカルシステム基盤のための情報創発技術と

その戦略的社会展開）」 

 

独立行政法人 国立がん研究センター「分担研究課題：

高速シーケンサーデータの情報解析とアルゴリズムの開

発」 

 

The University of Tennessee 植物遺伝子のアセンブ

リーおよびシンテニー検出のための計算手法の開発に関

する研究 

 

文部科学省 分子モデリングに基づく高度創薬支援 

 

文部科学省 タンパク質の立体構造および相互作用推定

のための構造インフォマティクス技術の開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 基質結合部位予測

に向けたタンパク質局所構造の高速比較法の開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 マルチスケールシ

ミュレーションによる核酸立体構造予測 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 補酵素結合様式を

考慮した次世代活性部位探索アルゴリズムの開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 構造方程式モデリ

ングによる多能性幹細胞での細胞分化制御因子の推定 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 大量シークエンシ

ング時代に向けた新規配列比較法の開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「In-silico 創薬のた

めの機械学習を用いた生理活性配座予測」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 酵母ミトコンドリ

ア蛋白質の mRNA 局在化シグナル解析 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 EzCatDB：酵素 

触媒機構データベース 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「ミトコンドリアβ

型外膜タンパク質の輸送と外膜組み込み機構解明に向け

ての研究」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 コンポストによる

特定悪臭成分分解メカニズムの解明 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 ケモカイン受容

体・ウイルス性受容体・デコイ受容体における機能分化

の情報解析 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 タンパク質間相互

作用部位をターゲットとした新規バイオ医薬品の開発 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金 C 型慢性肝炎治療

成績の向上と肝発癌阻止を目指した分子基盤の確立 

 

日本学術振興会 特別研究員奨励費 時系列遺伝子発現

データからの遺伝子制御ネットワークの推定 

 

厚生労働省 科学研究費補助金 ウィルス性肝疾患に対

する分子標的治療創薬に関する研究 

 

発 表：誌上発表47件、口頭発表78件、その他1件 

--------------------------------------------------------------------------- 
RNA 情報工学チーム 

（RNA Informatics Team） 
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研究チーム長：光山 統泰 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 機能性 RNA に特化したバイオインフォマティクス

技術の研究開発に取り組んでいる。 

 新規機能性 RNA の発見と、機能推定のための情報

処理技術の確立を目標として、基盤技術の開発から応

用研究まで、幅広い研究テーマを掲げて活動している。 

 RNA 二次構造予測技術では世界最高精度の基盤技

術、長鎖 RNA の二次構造予測技術でも世界唯一の基

盤技術、二次構造を考慮した高速な配列アラインメン

トでは世界最高速の基盤技術の開発に成功した世界的

に見ても高い水準の研究チームと自負している。さら

に、RNA に特化したデータベースとしては世界最大

規模の機能性 RNA データベースを開発し、ウェット

研究者との連携に活用し多数の成果を出している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

配列解析チーム 

（Sequence Analysis Team） 

研究チーム長：ポール ホートン（Paul Horton） 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 次世代シーケンサーの普及を見越した研究を行う。

その基盤技術であるゲノムアラインメント法を改良し、

シーケンサーデータの誤読を修正するプログラムを開

発する。また、ゲノム転写制御領域の情報解析、タン

パク質アミノ酸配列からの立体構造・細胞内局在予測

での優れた技術的蓄積を生かし、配列に基づいた遺伝

子機能解析を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

創薬分子設計チーム 

（Molecular Modeling & Drug Design Team） 

研究チーム長：広川 貴次 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 計算機を用いたタンパク質立体構造の理論的研究と

創薬研究への応用に取り組んでいる。 

 具体的には、創薬標的タンパク質分子モデリング法

の開発、分子動力学 計算法によるフォールディング

解析、タンパク質立体構造に基づくリガンド結合予測

やケモインフォマティクス技術を融合したバーチャル

スクリーニングを展開している。 

 また、生命情報科学技術者養成コースを通じて、創

薬インフォマティクスの人材養成にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

分子機能計算チーム 

（Molecular Function Team） 

研究チーム長：福井 一彦 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 大規模計算応用技術を核に、タンパク質同士やタン

パク質と他生体分子（DNA・RNA・低分子化合物・

糖鎖等）の複合体計算や GPCR のインターフェイス

予測に基づくオリゴマー化制御に関する技術の開発、

加えて2次構造情報を用いた RNA3次構造予測法に基

づく生体高分子の機能予測技術の開発を実施している。 

また、GPU クラスタ、BlueProtein システム、新

規に導入したキメラシステムなど、これまで世界水準

のコンピュータを用いてバイオインフォマティクス研

究を推進してきた技術的蓄積を生かし、大規模並列計

算機を有効活用し応用技術へと繋がる開発を進めてい

る。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

細胞機能設計チーム 

（Cell Function Design Team） 

研究チーム長：富井 健太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 細胞のシステムをターゲットとする新しいバイオイ

ンフォマティクス技術の開発を行っている。 

 細胞情報統合データベース構築のため、細胞や細胞

の部品をカタログ化し、そこから細胞の機能情報を抽

出するデータマイニング手法や生体モデルの機械学

習・予測をする手法を開発している。また、外部資金

等により、細胞分化を効率化する因子探索のインフォ

マティクス技術の開発および ES 細胞を利用した化学

物質毒性の検証システムの標準化に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

生体ネットワークチーム 

（Biological Network Team） 

研究チーム長：堀本 勝久 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬支援、副作用予測等に実応用可能な生体ネット

ワーク解析技術を開発している。  

 時間や環境に応じて変化する動的ネットワーク構造

の推定技術を改良し、具体的な要因候補分子の絞り込

み技術を開発している。さらに、表現型データ解析か

ら分子機能を同定する解析技術を開発し、近年急速に

進歩している様々な実験計測技術が生産するトランス

オミクスデータ解析が実行できるように努めている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ゲノム情報解析（機能性 RNA 情報解

析転写制御の情報解析） 
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［研究代表者］光山 統泰（RNA 情報工学チーム） 

ポール ホートン（配列解析チーム） 

［研究担当者］光山 統泰、清水 佳奈、 

ポール ホートン、マーティン フリス、

今井 賢一郎、後藤 修、森田 眞理子、

加藤 和貴、齋藤 裕、辻 淳子、 

アニシュ シュレスタ、 

トーマス ポールセン、傅 思縉、 

榊原 康文、佐藤 健吾、木立 尚孝、

浜田 道昭（常勤職員5名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

新規機能性 RNA の発見と機能予測 

配列情報に基づいた、遺伝子発現と産物の機能解析 

研究内容：  

 二次構造を考慮した高速・高精度な RNA 配列情報解

析とゲノムアラインメント、タンパク質の局在化シグナ

ル解析、次世代シーケンサーのデータ処理技術等を開発

すると共に、転写制御機構の解析、新規機能性 RNA 発

見等、ゲノムとプロテオーム情報を工学的制御の観点か

らの解析を行う。 

 

RNA 情報工学チーム 

 機能性 RNA に特化したバイオインフォマティクス技

術の開発、ゲノム配列からの機能性 RNA の網羅的予測、

機能性 RNA データベースの構築バイオインフォマティ

クス技術によって機能性 RNA を解析し、ゲノム情報制

御機構の工学的視点からの解明によって産業技術開発に

貢献する。 

 NEDO「後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した

創薬基盤技術開発」に参画し、エピゲノム情報基盤の構

築をテーマに、RNA-seq の情報解析やエピゲノムデー

タベースの構築を担っている。 

 

配列解析チーム 

 次世代シーケンサーの普及を見越した研究を行う。そ

の基盤技術であるゲノムアラインメント法を改良し、シ

ーケンサーデータの誤読を修正するプログラムを開発す

る。また、ゲノム転写制御領域の情報解析、タンパク質

アミノ酸配列からの立体構造・細胞内局在予測での優れ

た技術的蓄積を生かし、配列に基づいた遺伝子機能解析

を行う。 

 

平成24年度進捗状況は以下の通り。 

RNA 情報工学チーム 

 機能性 RNA プロジェクトの成果であるγ-centroid
推定の応用技術として、RNA2次構造予測においてクエ

リー配列に加えてその類似配列情報を用いることで予測

精度を向上させる CentroidHomFold アルゴリズムを新

たに開発した。 

 次世代シーケンサのための情報解析技術として、最新

の整列アルゴリズムを応用して配列間編集距離に基づい

たクラスタリングを省メモリ・超高速で実現するアルゴ

リズムの開発も機械学習研究班との共同で実現すること

ができた。 

 ウェット研究者との共同研究において、次世代シーケ

ンサの情報解析により、piRNA 生合成経路に関する新

たな知見を見出すことができた。 

 

配列解析チーム 

 配列解析チームは主な研究課題としてゲノム・アライ

ンメントと蛋白質の細胞内局在予測などに取り組んでき

た。ゲノム・アラインメントでは、配列解析チームが開

発した配列アラインメントツール LAST の改良と性能

評価を行い、LAST の優れた能性を示した。さらに、ゲ

ノム・アラインメントを行う際、繰り返し配列の影響に

よるホモロジーの誤判定を減らせる手法“Tantan”を

開発した。蛋白質の細胞内局在予測では、βバレル膜蛋

白質の解析対象を植物の葉緑体に広げ、葉緑体外膜のβ

バレル膜蛋白質である可能性が高い新規候補を同定した。

また、蛋白質の機能制御機序のひとつである、核外移行

シグナルの新規予測法を開発し、従来法より予測精度を

大幅に上げたことを示した。 

 

Terai G, Okida H, Asai K, Mituyama T.:"Prediction of 
Conserved Precursors of miRNAs and Their Mature 
Forms by Integrating Position-Specific Structural 
Features", PLoS One. 7(9): e44314. doi:10.1371 (2012). 
 

Tsuji J, Frith MC, Tomii K, Horton P., “Mammalian 
NUMT insertion is non-random.”, Nucleic Acids Res. 
40(18):9073-88. doi: 10.1093/nar/gks424.(2012) 
 

Frith MC, Mori R, Asai K.:"A mostly-traditional 
approach improves alignment of bisulfite-converted 
DNA", Nucleic Acids Research. 40(13) pp.e100.(2012). 
 

Wan R, Anh VN, Asai K.: "Transformations for the 
compression of FASTQ quality scores of next-generation 
sequencing data.", Bioinformatics. ;28(5):628-35. doi: 
10.1093/bioinformatics/btr689.(2012). 
 

Wang YB, Chen SH, Lin CY, Yu JK., “EST and 
transcriptome analysis of cephalochordate amphioxus--
past, present and future.”, Brief Funct Genomics 
11(2):96-106. doi: 10.1093/bfgp/els002.(2012) 

 

Frith MC., “Gentle masking of low-complexity 
sequences improves homology search.”, PLoS One. 
6(12):e28819. doi: 10.1371/journal.pone.0028819. 
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Hamada M, Wijaya E, Frith MC, Asai K., 
“Probabilistic alignments with quality scores: an 
application to short-read mapping toward accurate 
SNP/indel detection.”, Bioinformatics 27(22):3085-92. 
doi: 10.1093/bioinformatics/btr537.(2012) 
 
Ashida H, Asai K, Hamada M., “Shape-based 
alignment of genomic landscapes in multi-scale 
resolution.”, Nucleic Acids Res. 40(14):6435-48. doi: 
10.1093/nar/gks354.(2012) 
 
Hamada M, Asai K, “A classification of bioinformatics 
algorithms from the viewpoint of maximizing 
expected accuracy (MEA).”, J Comput Biol. 19(5):532-
49. doi: 10.1089/cmb.2011.0197.(2012) 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］機能性 RNA、次世代シーケンサー、配

列解析 

 

［テーマ題目２］分子情報解析（複合体立体構造予測 

化合物バーチャルスクリーニング

（VS） 生体分子の機能解析技術の応

用研究） 

［研究代表者］広川 貴次（創薬分子設計チーム） 

福井 一彦（分子機能計算チーム） 

藤 博幸（生体分子システム研究班） 

［研究担当者］広川 貴次、本野 千恵、亀田 倫史、 

福井 一彦、富永 大介、藤 博幸、 

長野 希美、末永 敦、山﨑 智、 

田代 俊行、中山 尚子、 

マイケル グロミハ、廣瀬 修一、 

輪湖 博、関嶋 正和、野口 保 

（常勤職員7名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

構造変化を含む複合体構造予測技術の開発 

化合物 VS フォーカスドライブラリ構築 

生体分子の機能解析技術の応用研究 

研究内容：  

 これまでに開発してきたタンパク質構造・機能予測技

術、分子シミュレーション技術等に分子設計技術を融合

させ、創薬標的タンパク質・変性疾患関連ペプチド・糖

鎖に特化した高精度な創薬支援技術を開発する。そのた

め、大規模計算技術によるタンパク質同士やタンパク質

と他生体分子（核酸・化合物・糖鎖等）との複合体立体

構造予測法を開発する。また、核酸、タンパク質などの

生体分子の様々なデータを利用した、生体分子の機能解

析のための技術開発やデータベースの構築を行う。 

 

創薬分子設計チーム 

 タンパク質構造・機能予測システム、分子シミュレー

ション技術等の基盤技術に分子設計技術を融合させ、創

薬標的タンパク質･変性疾患関連ペプチドに特化した高

精度な創薬支援技術の開発と実用を目標とする。創薬標

的は、X 線結晶解析が困難なものを中心に、タンパク質

単体標的からタンパク質－タンパク質複合体標的へと年

次発展させる。また、立体構造情報に基づいてタンパク

質単体・複合体の機能を制御する化合物を計算機上でス

クリーニングしフォーカスドライブラリとしてデータベ

ース化する。 

 NEDO「化合物等を活用した生物システム制御基盤

技術開発」（実施期間：平成18年度～平成22年度）を中

心に研究開発を展開する。NEDO プロジェクトでの担

当テーマは以下の通り。 

・タンパク質複合体構造予測 

・化合物バーチャルスクリーニング技術開発および実用

化 

・フォーカスドライブラリおよび構造データベース構築 

 

分子機能計算チーム 

 大規模計算応用技術を核に、生体高分子複合体ドッキ

ング計算、立体構造の予測及び配列・構造情報を用いた

生体高分子の機能予測技術を開発する。Blue Protein、
GPU クラスタ、キメラシステムなど、大型並列コンピ

ュータを用いてバイオインフォマティクス研究を推進し

てきた技術的蓄積を生かし、現有する大規模並列計算機

を有効活用するための応用技術開発を行う。 

 

生体分子システム研究班 

 核酸、タンパク質などの生体分子の様々なデータを利

用した、生体分子の機能解析のための技術開発やデータ

ベースの構築を行なう。また、開発技術や既存技術を利

用して、個別の問題についての情報解析を行ない、生体

システムに関する知識を抽出する。 

 

平成24年度進捗状況は以下の通り。 

創薬分子設計チーム 

(1) ケミカルバイオロジーPJ 成果 

 PJ 最終年度として、タンパク質-タンパク質相互

作用阻害化合物探査におけるタンパク質－タンパク

質相互作用分類を提唱した。またこの分類に基づき、

天然物と合成化合物を用いたケミカルスペースを作

成し、フォーカスドライブラリー作成を行った。こ

のフォーカスドライブラリにより、今後、企業等に

おける医薬品探索の効率化が期待される。 

 また、本 PJ で同定した PAC3阻害剤について論

文にて発表した（Izumikawa et al., J. Nat. Prod.）。
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タンパク質－タンパク質ドッキング計算におけるク

ラスタリング効率化のための評価法を開発し、論文

発 表 し た （ Uchikoga & Hirokawa, BMC 
Bioinformatics）。 

(2) 当センター内連携によるインシリコ基盤技術の開

発 

 生体ネットワークチームの開発したネットワーク

解析アルゴリズムを用いて、活性化合物間のクラス

ター解析へ適用し、母格抽出の効率化に成功した

（Saito et al., J Chem Inf Modeling）。 

(3) 実験グループとの連携による創薬標的タンパク質

を対象としたインシリコ解析の実施と検証 

 外部研究機関との共同研究において、これまで成

熟させてきたモデリング構造技術を用いてタンパク

質と化合物の作用機序解析に貢献し、論文成果とし

て発表した（Watanabe et al., J. Med. Chem., Iida 
et al., J. Nucleic Acid）。 

 

分子機能計算チーム 

 大規模計算機やアクセラレータを用いたハイブリッド

型クラスタ計算機による、タンパク質-タンパク質間の

大規模ドッキング計算を実施し解析を行った。またタン

パク質複合体（タンパク質－DNA，タンパク質－

RNA）に関する研究を行った（Gromiha, M.M., et al.）。 

 この他に機能予測技術開発とし、アミノ酸配列と立体

構造の双方の情報を駆使し、G タンパク質共役型受容

体（GPCR）が複合体を形成する際のインターフェイス

予測技術や GPCR のオリゴマー化に関する DB
（Nemoto, W., et al.）の開発を実施している。 

 

生体分子システム研究班 

 １）タンパク質のマルチプルアラインメントから各サ

イトの保存度や変異度を計算する手法を収集し、プログ

ラムとして実装した上で、アラインメントのレファレン

スセットに適用して、その結果の類似性をクラスタ分析

によって評価した（Jihansson and Toh, 2010a）。また、

その解析に基づき、新規のスコアリング手法（rekative 
non Neumann entropy 法）を開発した（Johansson 
and Toh, 2010b)。クラスタ分析の論文は、highly 
accessed に選ばれた。 

 ２）以前作成したドメインリンカー予測手法を改良し、

新規のドメインリンカー予測プログラム DROP を開

発した（Ebina et al, 2010）。この開発は、東京農工大

の黒田准教授との共同研究として行なわれた。 

 ３）大阪大学の森教授のグループで得られた大腸癌に

おける発現プロファイルデータを解析し、リンパ節転移

の新規マーカーの候補として FANCD2を同定した

（Osawa et al. 2010）。 

 ４）RNA 情報工学チームの加藤研究員との共同研究

で MAFFT の開発を行なっている。構造情報と

MAFFT に取り込んだ MAFFTash の開発や GUI の開

発などを行なったが、本年度は MAFFT の並列化につ

いてのみまとまった結果が得られた（Katoh and Toh, 
2010）。 

 ５）九州大学の横溝教授の発現データを解析し、ロイ

コトリエン受容体のあるアイソフォームの機能に関する

知見を得た（Iizuka et al. 2010）。 

 ６）大阪大学の Srandley 准教授との共同研究により、

立体構造を利用したタンパク質の機能推測のシステムを

開発を行なった（Standley et al., 2010）。 

 ７）EzCatDB の研究の進展として以下の二つがある。

群馬大学の加藤准教授との共同研究により、立体構造情

報に基づく高速な活性部位の検索手法を開発した。また、

医薬基盤研究所の水口教授との共同研究により、機能サ

ブクラスと、活性部位やリガンド結合部位の関係を明ら

かにした。 

 

Yamasaki S, Terada T, Kono H, Shimizu K, Sarai 
A.:"A new method for evaluating the specificity of 
indirect readout in protein-DNA recognition", Nucleic 
Acids Res. 40(17):e129 (2012). 
 

Akiyama S, Suenaga A, Kobayashi T, Kamioka T, 
Taiji M, Kuroda Y.:"Experimental identification and 
theoretical analysis of a thermally stabilized green 
fluorescent protein variant", Biochemistry. ;51(40):7974-
82. doi: 10.1021/bi300580j.(2012). 
 
Suenaga A, Okimoto N, Hirano Y, Fukui K.:"An 
efficient computational method for calculating ligand 
binding affinities", PLoS One. 7(8):e42846. doi: 
10.1371(2012). 
 
Priyadarzini TR, Selvin JF, Gromiha MM, Fukui K, 
Veluraja K.:"Theoretical Investigation on the Binding 
Specificity of Sialyldisaccharides with Hemagglutinins 
of Influenza A Virus by Molecular Dynamics 
Simulations", J Biol Chem. 287(41):34547-57. doi: 
10.1074/jbc.M112.357061 (2012). 
 
Daiyasu H, Nemoto W, Toh H.:"Evolutionary analysis 
of functional divergence among chemokine receptors, 
decoy receptors and viral receptors.", Front Microbiol.. 
2012;3:264. doi: 10.3389/fmicb.2012.00264.(2012). 
 
Nemoto W, Toh H., “Functional region prediction 
with a set of appropriate homologous sequences--an 
index for sequence selection by integrating structure 
and sequence information with spatial statistics.”, 
BMC Struct Biol. 12:11. doi: 10.1186/1472-6807-12-
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Yamamoto S, Zhang Y, Yamaguchi T, Kameda T, 
Kato K.: "Lanthanide-assisted NMR evaluation of a 
dynamic ensemble of oligosaccharide 
conformations”,Chem Comm, 48(39), pp.4752-4754 
(2012). 
 
Gromiha MM, Harini K, Sowdhamini R, Fukui, 
K.:"Relationship between amino acid properties and 
functional parameters in olfactory receptors and 
discrimination of mutants with enhanced specificity", 
BMC Bioinformatics. 13(Suppl 7):S1 doi:10.1186/ 
1471-2105-13-S7-S1 (2012). 
 
Muhammed Z, Arai S, Saijo S, Yamato I, Murata T, 
Suenaga A.:Calculating the Na+ translocating V-
ATPase catalytic site affinity for substrate binding by 
homology modeled NtpA monomer using molecular 
dynamics/free energy calculation.", J Mol Graph 
Model.. ;37:59-66. doi: 10.1016/j.jmgm.2012.03.006. 
(2012). 
 
Fukui K, Takahashi K.:"Infrared multiple photon 
dissociation Spectroscopy and Computational Studies 
of O-Glycosylated Peptides", Anal Chem. 84(5):2188-
94. doi: 10.1021/ac202379v. (2012). 
 
Yamasaki S, Nakamura S, Fukui K.:"Prospects for 
Tertiary Structure Prediction of RNA Based on 
Secondary Structure Information.", J. Chem. Inf. 
Model. 52 (2), pp.557-567 (2012). 
 
Watanabe M, Kobayashi T, Hirokawa T, Yoshida A, 
Ito Y, Yamada S, Orimoto N, Yamasaki Y, Arisawa M, 
Shuto S.:"Cyclopropane-based stereochemical 
diversity-oriented conformational restriction strategy: 
histamine H3 and/or H4 receptor ligands with the 
2,3-methanobutane backbone.", Org Biomol Chem. 
10(4):736-45.(2012). 
 
Gromiha MM, Sowdhamini R, Fukui K..:"Structure-
Function Relationship in Olfactory Receptors", Bio-
Inspired Computing and Applications Lecture Notes 
in Computer Science . Volume 6840, 2012, pp.618-623 
(2012). 
 
Gromiha MM, Saranya N, Selvaraj S, Jayaram B, 
Fukui K., “Sequence and structural features of 
binding site residues in protein-protein complexes: 

comparison with protein-nucleic acid complexes.”, 
Proteome Sci. 9 Suppl 1:S13. doi: 10.1186/1477-5956-
9-S1-S13.(2012) 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子モデリング、分子動力学計算、バー

チャルスクリーニング、分子設計タンパ

ク質相互作用、タンパク質ディスオーダ

ー、糖鎖、タンパク質、アラインメント、

機能部位、データベース、発現プロファ

イル 

 

［テーマ題目３］細胞情報解析（遺伝子現情報解析 生

体ネットワーク情報解析） 

［研究代表者］富井 健太郎（細胞機能設計チーム） 

       堀本 勝久（生体ネットワークチーム） 

［研究担当者］富井 健太郎、油谷 幸代、堀本 勝久、 

山田 和範、プイ シャン ウォン、 
池田 和由、竹嶋 伸之輔、藤渕 航 

（常勤職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的:  

細胞情報統合データベースに基づいた細胞の構造と機

能予測法の開発  

生体ネットワーク構造変化の多面的予測と表現型変化

の分子メカニズム解明 

研究内容：  

 遺伝子発現・代謝・シグナル伝達等の細胞内ネットワ

ークを工学的な技術に基づいて解析する。網羅的なヒト

細胞データベースを構築し、細胞の形態、機能、分化転

換に関する情報を遺伝子発現情報と融合させた統合的、

包括的な細胞情報解析環境を開発する。機能未知の生体

分子を含む細胞内ネットワークを推定し、新規な創薬標

的の発見、副作用予測を支援する技術を開発する。 

 

細胞機能設計チーム 

 細胞の違いを統合的、系統的に整理・分類したデータ

ベースを開発する。そのために必要となる細胞・遺伝子

発現データ・論文データ統合化技術、細胞画像解析技術

開発から、遺伝子発現モジュール探索技術、細胞種依存

型遺伝子発現ネットワーク推定技術、細胞挙動・分化解

析技術などの基礎的解析技術を開発する。 

 要素技術から実用技術の開発を中心に以下の研究開発

を展開する。 

・ヒト細胞情報統合データベースの開発 

・細胞挙動・分化に関わる遺伝子発現モジュールの動態

解析技術の開発 

・細胞依存型疾患遺伝子ネットワーク探索技術 

 

生体ネットワークチーム 
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 創薬支援、副作用予測等に応用できる生体ネットワー

ク解析技術を開発する。 

 特に、細胞レベルの多様かつ大量な生命情報が計測可

能な状況において、それら情報をシステム論的な立場か

ら解析する技術の開発が求められている。具体的に開発

を目指す技術は、以下の通りである。 

・細胞状態の変化に応じて活性化する分子間相互作用

（ネットワークスクリーニング）を捉え、その要因と

なる分子群を特定する技術の開発 

・トランスオミックスデータを解析し、表現型データの

相異を説明可能な分子機能を同定する技術の開発 

 

方法論： 

 ガウスネットワークモデル、ネットワークスクリーニ

ング、経路整合性アルゴリズム、表現型指向解析、トラ

ンスオミクス解析 

平成24年度進捗状況は以下の通り。 

細胞機能設計チーム 

 ヒト正常細胞情報データベース CELLPEDIA を拡張

し、幹細胞データにおいても細胞分類、遺伝子発現、細

胞画像、論文データなどを統合したシステムを開発した。

厚生労働科研費プロジェクトによる環境化学物質毒性解

析法を東京大学および国立環境研究所と共同開発した。

文科省科研費プロジェクトによる細胞分化を促進する因

子を予測し同定した（未発表）。 

 

生体ネットワークチーム 

 細胞レベルの多様かつ大量な生命情報が計測可能な状

況において、それら情報をシステム論的な立場から解析

する技術の開発が求められている。本年度は、１．細胞

状態の変化に応じて活性化する分子間相互作用（ネット

ワークスクリーニング）を捉え、その要因となる分子群

を特定する技術を開発すること、２．トランスオミック

スデータを解析し、表現型データの相異を説明可能な分

子機能を同定する技術を開発することを目的とする。そ

の結果、具体的に以下の成果を得た。 

 １）既知パスウェイ情報から、特異的な条件下で計測

された細胞内分子データと整合性を示すパスウェイ構造

を数理的に推定することで、活性化パスウェイ候補を絞

り込み、さらにパスウェイ候補から要因分子候補を具体

的に同定することが可能となった。この技術は有効グラ

フのみに適用可能なため、遺伝子制御ネットワークには

適用できるが、タンパク質相互作用ネットワークには適

用不可能であった。本年度方法を拡張し無向グラフで表

現されるネットワークにも適用可能にした。 

２）計測データを予め生物機能ごとに分類し、それら

を分子の特性に基づいて分類する。その分類に基づいて

サンプルの特性である表現型解析を行う。その結果、表

現型の解析から分子機能を特定することが可能になる。

同時に、表現型データ解析の結果である有意確率を統合

確率で統計的に評価することができることにより、トラ

ンスオミクスデータ解析に利用可能であり、予後データ

等のコホート研究に新規な観点を提供することが期待さ

れ る 。 実 際 、 本 年 度 、 Fred Hutchinson Cancer 
Research Center の Dr. Samir Hanash より表現型デー

タを含む肺がんプロテオミクスデータの提供を受け、特

徴タンパク質群の検出を開始した。 

 

Aburatani S., “Network inference of pal-1 lineage-
specific regulation in the C. elegans embryo by 
structural equation modeling.”, Bioinformation 
8(14):652-7. doi: 10.6026/97320630008652.(2012) 
 
Aburatani S., “Network inference of pal-1 lineage-
specific regulation in the C. elegans embryo by 
structural equation modeling.”, Bioinformation 
8(14):652-7. doi: 10.6026/97320630008652.(2012) 
 
Hamada S, Satoh K, Fujibuchi W, Hirota M, Kanno A, 
Unno J, Masamune A, Kikuta K, Kume K, 
Shimosegawa T.:"MiR-126 acts as a tumor suppressor 
in pancreatic cancer cells via the regulation of 
ADAM9.", Mol Cancer Res.. 10(1):3-10.(2012). 
 
Aburatani S., “Application of structure equation 
modeling for inferring a serial transcriptional 
regulation in yeast.”, Gene Regul Syst Bio. 5:75-88. 
doi: 10.4137/GRSB.S7569.(2011) 
 
Hatano A, Chiba H, Moesa HA, Taniguchi T, Nagaie 
S, Yamanegi K, Takai-Igarashi T, Tanaka H, 
Fujibuchi W., “CELLPEDIA: a repository for human 
cell information for cell studies and differentiation 
analyses.”, Database (Oxford) bar046. doi: 
10.1093/database/bar046.(2011) 
 
Miura K, Ishida K, Fujibuchi W, Ito A, Niikura H, 
Ogawa H, Sasaki I., “Differentiating rectal carcinoma 
by an immunohistological analysis of carcinomas of 
pelvic organs based on the NCBI Literature Survey 
and the Human Protein Atlas database.”, Surg Today 
42(6):515-25. doi: 10.1007/s00595-012-0167-z.(2012) 
 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データベース、データマイニング、遺 

伝子モジュール、酵素、ネットワーク、

文献情報、遺伝子発現、パスウェイ解析、

時系列解析、記号計算 

 

［テーマ題目４］情報基盤統合 
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［研究代表者］浅井 潔（研究センター長） 

［研究担当者］浅井 潔、光山 統泰、 

ポール ホートン、広川 貴次、 

福井 一彦、富井 健太郎、堀本 勝久、

津田 宏治、田代 俊行、富永 大介、

森岡 涼子（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 生命情報工学研究センターでは、センター内外のデー

タベース、ソフトウェアを最新の情報技術を用いてシー

ムレスに統合したバイオインフォマティクス情報基盤の

構築に研究センター全体で取り組んでいる。ライフサイ

エンス研究分野では、その複雑化・細分化にあわせて解

析ツールやデータベースの多様化が求められ、個々のデ

ータベース、解析ツール、システムの乱立や併存は、管

理・運用に多大な労力を要し、研究分野の迅速な変化や

新規技術への対応が困難であると考えられる。そこで本

研究では、分散する解析ソフトウェアやツールである要

素技術を、一つ一つユーザが実行するのではなく、一連

の処理の流れを定義することにより、効率的に短時間に

実行するため要素技術を結合したワークフローを構築し、

外部 DB と連携し動作する、柔軟性に富んだプラットフ

ォーム型の知的基盤環境の構築を実施する。 

研究手段： 

 研究センター内、産総研内、国内、海外に存在するバ

イオインフォマティクス関連の有用データベース・解析

ソフトウェアを、グリッド技術や SOAP/REST を用い

てシームレスに結合させた「生命情報統合システム」の

開発に、センターをあげて取り組む。最新の情報技術と

大規模計算手法を駆使し、関連する情報同士を単にリン

クでつなげた情報網ではなく、利用者が求める情報をダ

イレクトに提供する、診断、創薬支援、バイオプロセス

開発に直接応用できるシステムを目指す。本システムに

必要な新規なデータベース・ソフトフェアの開発は各研

究チームが並行して行い、順次統合する。 

 交付金と文科省「ライフサイエンス分野の統合データ

ベース整備事業」（実施期間：平成17年度～平成22年

度）の予算による技術開発を中心に研究開発を展開する。 

方法論： 

 柔軟性を加味したプラットフォーム上で動作するアク

ティブ・ワークフロー開発として、生体ネットワークチ

ームの堀本チーム長の基で開発された遺伝子ネットワー

ク推定システムをノード化した。平成22年度は、CBRC
所内・外で開発された主要な解析ツールをノード化しプ

ラットフォーム上で SOAP 通信により動作するアクテ

ィブ・ワークフローの開発を行う。またライフサイエン

ス統合データベースセンター（DBCLS）や DDBj との

連携を行う。  

 

機械学習研究班 

 生命情報科学においては、配列、遺伝子発現、制御ネ

ットワークなど、極めて多種多様なデータの処理が求め

られており、そのようなデータの中から信頼できる知識

を取りだすことが必要である。そのような要請を受けて、

データからの論理的、確率的な推論の技術体系である機

械学習への注目はかつてないほど高まっている。また、

データの大規模化に伴って、これまでシンプルなアルゴ

リズムで対応可能だった研究課題についても、高速で複

雑なアルゴリズムが利用されるようになってきている。 

 次世代シークエンサーのデータ処理などは、その最も

明らかな例である。本研究班では、創薬を中心とする生

物学的課題に対して有効な機械学習手法を開発し、デー

タ処理の効率と正確性を飛躍的に高めるための研究を行

う。具体的には、次のような課題を扱う。1. 創薬など

で重要となる、目的関数の推定と最適化を同時に行う手

法の開発。2. 大量データの処理のための、あいまい検

索技術および高速近傍発見技術の開発。3.医療などで用

いられるセンサーデータからの機械学習技術の開発。ま

た、他チームが扱う課題に関しても、適切なアドバイス

を行い、共同研究を通じて貢献を行う。外部資金も積極

的に受け入れて共同研究を行い、最先端研究開発支援プ

ログラムなどの大型プロジェクトへの貢献も行う。 

 

平成24年度進捗は以下の通り。 

(1) プラットフォーム型ワークフローの開発 

 これまで開発した様々な解析ツールを組み合わせ、

利用者の要望を考慮したプラットフォームとして3つ

の統合型アクティブ・ワークフローを改良し公開した：

系 統 樹 作 成 ア ク テ ィ ブ ・ ワ ー ク フ ロ ー

（PhylogeneticTree Active Workflow）、RNA 構造予測

ア ク テ ィ ブ ・ ワ ー ク フ ロ ー （ RNA Structure 
Prediction Active Workflow）、タンパク質立体構造

モデリング・アクティブ・ワークフロー（Protein 
Structure Prediction Active Workflow）。またこれら

ワークフローを Linux や MacOS でも動作可能とし

公開した。 

(2) 解析ツールの RDF 化 

 ウェブ上にある「リソース」を計算機が取り扱える

ように表現するための統一的枠組である RDF
（Resource Description Framework）を利用し、解

析ツールとデータを連携・連動して動作させるフレー

ムワークのプロトタイプを構築した。 

全ての解析ノード及びワークフローは統合 DB 情報

基盤サイト（http://togo.cbrc.jp）より一般公開して

いる。 

 

機械学習研究班 
１）大量のリガンド結合サイトから類似したペアを高速

に発見するアルゴリズム SketchSort を実際に PDB
に登録されている全タンパク質に適用し、データベー
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ス Possum を開発し公開した。 

２）準同型性符号を用いて、化学化合物データベースを、

クエリがサーバに知られることなく検索できる方法を

開発し、プレスリリースを行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ワークフロー、統合 DB、Web サービス、

プラットフォーム 
 

Kato Y, Sato K, Asai K, Akutsu T., “Rtips: fast and 
accurate tools for RNA 2D structure prediction using 
integer programming.”, Nucleic Acids Res. 40(Web 
Server issue):W29-34. doi: 10.1093/nar/gks412.(2012)  
 
Kiryu H, Asai K., “Rchange: algorithms for computing 
energy changes of RNA secondary structures in 
response to base mutations.”, Bioinformatics 
28(8):1093-101. doi: 10.1093/bioinformatics/bts097. 
(2012)  
 
Ito J, Tabei Y, Shimizu K, Tomii K, Tsuda K., “PDB-
scale analysis of known and putative ligand-binding 
sites with structural sketches.”, Proteins 80(3):747-63. 
doi: 10.1002/prot.23232.(2012) 
 

荒井 ひろみ、清水 佳奈、浜田 道昭、津田 宏治、

広川 貴次、浅井 潔、津田 宏治、“検索行動におけ

るプライバシ保護”、2012年度人工知能学会全国大会山

口2012年6月14日 

 

［テーマ題目５］人材養成 

［研究代表者］浅井 潔（研究センター長） 

［研究担当者］浅井 潔、藤 博幸、広川 貴次、 

光山 統泰、ポール ホートン、 

福井 一彦、堀本 勝久、津田 宏治、

後藤 修、長野 希美、加藤 和貴、 

清水 佳奈、富井 健太郎、 

マーティン フリス、本野 千恵、 

亀田 倫史、富永 大介、油谷 幸代、

末永 敦、今井 賢一郎、杉原 稔、 

寺田 朋子、坂井 寛子 

（常勤職員16名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

研究目的: 

 バイオインフォマティクスの研究拠点としてより確立

された地位を築くことと併せ、産業技術の発展、産総研

の利益につながる形での人材養成を目指している。 

研究手段： 

(1) HPCI 人材養成プログラム 

 「京」コンピュータを中核とする「HPCI 戦略プロ

グラム分野1 予測する生命科学・医療および創薬基

盤」における教育プログラムを（独）理化学研究所よ

り委託され、H23年度より5ヵ年計画で HPCI 人材養

成プログラムを実施する。プログラムは、初学者から

中級者を対象とした1人1台の PC を用いた実習

「HPCI チュートリアル」、一般向け公開講演会

「HPCI ワークショップ」、「HPCI e-ラーニング」、

第一線の研究者による最先端セミナー「HPCI セミナ

ー」の4本柱で構成。とくに HPCI セミナーは東京大

学柏・本郷両キャンパスに TV 会議システムを通じて

配信し、東京大学大学院新領域創成科学研究科情報生

命科学専攻との連携により「情報生命科学特別講義

II」（2012年度冬学期）という単位取得科目となった。 

 HPCI セミナー（H24年10月から毎週金曜日全12

回）参加者のべ324名（うち東大学生115名）、HPCI
ワークショップ（平成24年11月1日（木）、後述の

BiWO2012の一部として開催）参加者80名、HPCI チ

ュートリアル10コース受講者合計175名、HPCI e-ラ
ーニング受講者合計311名であった。 

 HPCI 人材養成プログラムの立ち上げにともない、

平成22～23年度に活動した生命情報科学人材養成コン

ソーシアムは休止した。 

(2) 技術研修等による社会人の受け入れ 

OJT による高度専門人材養成により、異分野から

の転向者を即戦力化する。平成24年度養成実績9名。 

(3) 連携大学院 

 6つの大学（東大、お茶の水女子大、早大、北大、

奈良先端科学技術大学院大、東京理科大）と連携を進

めている。当センターに所属する正職員のうち10名が

連携大学院の教員を兼務しており、連携先での出張講

義や、連携先大学院生を実習生として当センターに常

駐させて修士論文や博士論文の指導を行っている。平

成24年度学生受入実績16名。卒業生の進路は、独立行

政法人医薬基盤研究所、マルチコミュニケーション㈱、

㈱日立製作所、アクセンチュア㈱など。 

(4) 生命情報科学研究セミナー 

 平成13年～17年度の「産総研 生命情報科学人材養

成コース」（文科省科振費）の枠組で行っていた毎週2

回程度の研究セミナーを年間予算で継続している。セ

ミナーの内容と発表者は研究チーム長1名と数名のセ

ミナー係の研究員が調整、弾力的に運営。所内発表に

とどまらず、内外から最先端の話題提供を受けている。

平成24年度回数実績49回（一部セミナーは、外部資金

と共催）。 

(5) 生命情報工学研究センター（CBRC）年次研究報告

シンポジウムの実施 

 当センターのバイオインフォマティクス拠点化を目

指した活動であり、研究拠点形成に必要な優秀な人材

を養成する。実習生や若手研究員の積極的な発表を促

すことで、スキルアップを目指す。学会へ参加する機

会が少ない企業研究者や学生等にもバイオインフォマ
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ティクスを普及させることも目的とする。発表言語は

英語、海外の第一線の研究者による招待講演を必ず実

施し、世界レベルのディスカッションができる場とし

ている。平成17年度に CBRC2005を初開催。生命情

報工学研究センターが発足した平成19年度以降は、他

の学会等とも連携して BioInformatics Week in 
Odaiba（BiWO）200X（X は年数を表す）という名

称でお台場でバイオインフォマティクス関連イベント

を集中開催、運営委員長は当センターの研究チーム長

クラスの研究員が持ち回りで務めている。平成23年度

は、外部からもポスター発表を募集し、多数の発表者

が集まっている。平成24年度参加者約420名。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人材養成、バイオインフォマティクス、

創薬インフォマティクス、技術指導、セ

ミナー、講習会、e-ラーニング、HPCI 
 

④【バイオメディシナル情報研究センター】 

（Biomedicinal Information Research Center） 

（存続期間：2008.4.1～2013.3.31） 

 

研究ユニット長：嶋田 一夫 

副研究ユニット長：上田 太郎、須貝 潤一 

研 究 顧 問：五條堀 孝 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：11名（11名） 

経 費：726,279千円（301,302千円） 

 

概 要：  

 バイオメディシナル情報研究センターは、前身の生

物情報解析研究センターの成果の上にたち、ポストゲ

ノム研究の中核として、タンパク質や RNA など遺伝

子産物の構造と機能を解析し、その機能を制御する物

質を提供する一連の創薬基盤技術を開発するために、

2008年（平成20年）4月に設立された。 

 具体的には、ポストゲノムシークエンス研究に重点

をおき、わが国が世界に対して優位性を持つヒト完全

長 cDNA リソースを用いた疾患関連タンパク質相互

作用解析および創薬の標的タンパク質として重要な膜

タンパク質などの構造解析を行う。さらにそれらの機

能を正や負に制御する化合物を、ラショナルな計算科

学やわが国が得意とする微生物産物に求め、医薬、医

療、診断薬に繋げる一連の創薬基盤技術を開発する。

質量分析器を用いたタンパク質相互作用の解析には、

再現性の向上を追求し、ヒト型ロボットを導入し、実

用に供する。ヒト完全長 cDNA リソースの活用では、

タンパク質発現アレイを用い、自己抗体の解析や効率

の良い iPS 細胞化因子などの探索を鋭意取進める。

また新たな研究分野として登場した多数の非翻訳

RNA（タンパク質を作らない RNA）についてもその

機能解析を行い、創薬の新たなパラダイムを拓く。こ

れらの研究を産業界のニーズを反映させた課題解決型

共同研究として産学官の連携で進めてゆく。ヒト全遺

伝子のアノテーションつき統合データベースは前述の

研究に資するとともに、独自のヒト完全長 cDNA、

発現情報・相互作用データなども取り入れ、世界に対

し公開し、広くライフサイエンスの振興に寄与する。

また、経済産業省関連プロジェクトの統合データベー

スを作製、公開し、利用に供する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算（戦略予算）「失敗から学ぶ新しい

リード創薬支援技術の開発」 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）「新世代ロボット技術

を駆使する超高精度定量プロテオミクス解析」 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）「細胞内タンパク質の

変動の網羅的解析に基づいた抗がん剤の開発」 

 

外部資金：  

日本学術振興協会 最先端・次世代研究開発支援プログ

ラム「細胞内構造構築 RNA の作用機序と存在意義の解

明」 

  

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金「CHP/NY-
ESO-1ポリペプチドがんワクチンの術後食道癌症例を

対象とした多施設共同前期第 II相臨床試験」 

 

厚生労働省 平成24年度厚生労働科学研究費補助金「イ

ンフルエンザウイルス複製に関与する宿主因子とウイル

ス因子のインターフェースを標的とした新規抗ウイルス

薬探索の基盤研究」 

 

科研費 新学術領域研究「中心体・一次シリアと細胞周

期」 

 

科研費 新学術領域研究「リシークエンシングによる

HLA ゲノム多様性解析」 

 

科研費 特別研究員奨励費「小胞体レドックスネットワ

ークを中心とする小胞体品質管理機構の解析」 

 

科研費 "新学術領域研究（研究領域提案型）計画研究"

「クロマチンリモデリング制御複合体の構造と機能の解

析」 

 

科研費 新学術領域研究「原核生物多剤耐性トランスポ

ーターの構造揺らぎと薬剤排出活性の NMR 解析」 
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科研費 新学術領域研究（研究領域提案型）「ポストゲ

ノム解析による感染体－宿主ネットワーク」 

 

科研費 新学術領域研究「ウイルス感染現象における宿

主細胞コンピテンシーの分子基盤」 

 

科研費 新学術領域研究「シリア・中心体系による生体

情報フローの制御」 

 

科研費 基盤研究（A）「網羅的自己抗体プロファイリ

ング法に基づく免疫性神経疾患の病態解明と治療戦略の

構築」 

 

科研費 基盤研究（C)「摂食障害のプロテインアクテ

ィブアレイを用いた網羅的自己抗体スクリーニング」 

 

科研費 基盤研究（B）「プロテアソームの単粒子解析

による構造研究」 

 

科研費 挑戦的萌芽研究「超微小逆位配列をマーカーと

して用いる新しいゲノム進化学の構築」 

 

科研費 基盤研究（C）「核内構造体パラスペックル形

成の分子機構・核内分布様式と生理機能」 

 

科研費 基盤研究（C）「核内膜タンパク質群による核

ラミナ制御機構の解明」 

 

科研費 基盤研究（C）「転移 RNA の硫黄修飾塩基の生

合成とその制御機構」 

 

科研費 基盤研究（B）「臨床分離脳腫瘍由来のがん幹

細胞に特異的に作用する化合物の探索研究」 

 

科研費 若手研究（B）「ヒストンシャペロン TAF－Iβ
－ヒストン（H3－H4）2複合体の X 線結晶構造解析」 

 

科研費 挑戦的萌芽研究「エックス線結晶構造解析で用

いるタンパク質結晶の質を大きく改善する手法の開発」 

 

科研費 若手研究（B）「ミトコンドリア内膜トランス

ポーターの立体構造解析と輸送メカニズムの解明」 

 

科研費 基盤研究（B)「ヒト由来膜タンパク質の NMR
構造解析に向けた基盤研究」 

 

科研費 基盤研究（B) 一般「TFIID 複合体を中心とし

たヌクレオソーム構造変換機構の立体構造基盤」 

 

発 表：誌上発表71件、口頭発表82件、その他7件 

--------------------------------------------------------------------------- 
細胞システム制御解析チーム 

（Biological Systems Control Team） 

研究チーム長：夏目 徹 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 創薬の支援と、ケミカルバイオロジーの推進を目的

とし、①創薬ターゲット決定の効率化、②化合物の薬

理薬効メカニズム解明、及び③化合物スクリーニング

の効率化のための基盤技術開発とインフラの整備を行

っている。これらを実現する研究内容として、質量分

析の超高感度化と高精度化･自動化技術開発を実施し

た。更に、開発した解析システムを駆使し、タンパク

質レベルでの創薬ターゲット決定をするための、大規

模でハイスループットなタンパク質間相互作用ネット

ワーク解析を実施した。また、細胞内のプロテオーム

ワイドな絶対定量法も確立した。そのために、ヒト完

全長 cDNA 発現リソースを整備、数万個のタンパク

質をハイスループットに発現し、安定同位体ラベルを

行い、絶対定量解析用の内標準物質利用するプラット

フォームを開発した。さらにこれらのシステムを統合、

製薬企業と連携し、化合物の薬理薬効メカニズム解明

のための化合物プロファイリングの実施を開始した。

また、化合物スクリーニングソースとして、天然物を

中心とした30万サンプルにおよぶ世界最大のケミカル

ライブラリーを集積し運用し、企業･アカデミアが利

用できる基盤として整備事業も継続した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

機能性 RNA 工学チーム 
（Functional RNomics Team） 

研究チーム長：廣瀬 哲郎 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 ヒトゲノムから産生される蛋白質をコードしないノ

ンコーディング RNA（ncRNA）が有する新しい機能

と作用機構の解明を目指して研究を行った。細胞核内

構造体パラスペックルの構築能をもつ長鎖 ncRNA の

作用機構解析から、パラスペックル構造体が核内の転

写／転写後制御因子の“スポンジ”として、構造体内

に係留することによって、その核質におけるそれら因

子の制御機能を抑制させることが明らかになった。パ

ラスペックル構造体が肥大化する細胞死誘導条件にお

いて、上記 ncRNA をノックアウトした繊維芽細胞の

細胞死が著しく亢進されることを明らかにした。これ

によって分子レベルと細胞レベルにおいて、核内構造

体パラスペックルの機能とそこに関わる ncRNA の役

割が明らかになった。パラスペックルに続く「RNA
をコアとした新規核内構造体」を発見するために、

BIRC チームが有するヒト完全長 cDNA リソースを
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用いて RNase 感受性核内構造体スクリーニングを実

施し、癌抑制タンパク質を含む RNA 依存的な新しい

核内構造体を発見した。 

 この他に、tRNA の機能獲得に必須な RNA 修飾の

中で、硫黄化修飾経路について原核生物をモデルとし

て研究を行った。最重要である tRNA 硫黄化酵素に

ついて、立体構造をもとにした変異体解析を行い、硫

黄化反応機構を提案した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

分子システム情報統合チーム 

（Integrated Database and Systems Biology Team） 

研究チーム長：上田 太郎 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 ヒトの全遺伝子と転写産物に対して各種のバイオイ

ンフォマティクス解析を行い、高精度なアノテーショ

ン情報を整備して統合データベース H-InvDB にまと

め、一般公開している。今年度は、一部のアノテーシ

ョン項目を更新したリリース8.3を作成して公開した。

ここでは、24万9012件の転写産物に基づく45,177件の

ヒト遺伝子モデルを定義している。また、H-InvDB
の発展版として、ヒトのプロテオーム研究に有用なデ

ータベースの開発や、ヒトのタンパク質複合体のアノ

テーションに関するデータベースも開発し、論文発表

を行った。 

 外部予算による研究活動としては、先端技術を駆使

した HLA 多型・進化・疾病に関する統合的研究、超

微小逆位配列をマーカーとして用いる新しいゲノム進

化学の構築、海洋微生物解析による沿岸漁業被害の予

測・抑制技術の開発を実施した。さらに、経済産業省

ライフサイエンスデータベースプロジェクトでは、ポ

ータルサイト MEDALS におけるデータベース便覧や

ソフトウエア便覧を充実させたほか、キーワードによ

る横断検索サービスの機能拡充を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

タンパク質構造情報解析チーム 

（Protein Structural Information Analysis Team） 

研究チーム長：光岡 薫 

（臨海副都心センター） 

概 要：  

 「タンパク質立体構造に指南された創薬戦略

（SGDD:Structure Guided Drug Development）」の

実現を目指し、タンパク質の立体構造に基づく創薬標

的タンパク質の機能解析および新規薬物の探索を行う

基盤技術の開発を行う。膜タンパク質や複合体の構造

解明は、生物機能の解明や産業への応用にも重要であ

るにも関わらず、その困難さ故に非常に遅れている。

電子顕微鏡や X 線結晶解析などの手法を用いて、そ

れらの原子レベルの立体構造を解析し、NMR 等によ

ってリガンド-タンパク質、タンパク質間相互作用を

高精度かつ効率良く解析する。そのための、大量発現

系の構築、構造解析技術の改良を行うとともに、その

分子機能を解析する。それらの情報を用いて、高精度

のモデリング技術やシミュレーション技術の開発・改

良を行うことで、SGDD の実現を目指す。世界的に

見ても特色がある、電子顕微鏡、X 線、NMR、計算

機シミュレーションの研究グループが共同することで、

学術的にも高い成果を得ることを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］タンパク質機能解析に関する研究 

［研究代表者］夏目 徹 

（細胞システム制御解析チーム） 

［研究担当者］夏目 徹、五島 直樹、新家 一男 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノテク、ロボティックス、クリーン技術を駆使した、

超高感度質量分析システムを構築している。このシステ

ムを駆使し、細胞内のプロテオーム絶対定量とタンパク

質間相互作用ネットワーク解析を実施し、疾患関連遺伝

子の機能解析を行った。それにより、疾患の発症メカニ

ズムを分子レベルで解明するとともに、新規な創薬ター

ゲットと化合物ターゲットを効率よく決定してきた。こ

の情報を基に、蛍光イメージング技術を活用し、50,000

～100,000サンプル／週のハイスループットで、タンパ

ク質の相互作用を指標とする統一的なスクリーニングプ

ラットフォームを確立し、製薬企業・アカデミアのスク

リーニング研究に提供した。 

 また、製薬企業が開発中のリード化合物の分子プロフ

ァイリングを可能とする、システムの構築に着手した。

分子プロファイリングは、リード化合物のタンパク質タ

ーゲットとオフターゲットを決定し、数理システム解析

を経て、作用と副作用メカニズムを明らかにすることで

ある。そのために、質量分析システムを化合物ｰタンパ

ク質相互作用解析に最適化するとともに、サンプル調製

ワークフローも指摘化した。また、相互作用データを、

数理システム解析に利用するためのインターフェース開

発も行った。 

 開発したシステムの検証のため、大手企業と新規リー

ド化合物のプロファイリングを開始した。その結果、有

望なターゲット候補を見いだした。その結果、二つの化

合物が臨床フェーズ研究へとステップアップした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、プロテオーム、質量分析、

ケミカルバイオロジー、完全長 cDNA 

 

［テーマ題目２］機能性 RNA に関する研究 

［研究代表者］廣瀬 哲郎（機能性 RNA 工学チーム） 
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［研究担当者］廣瀬 哲郎、佐々木 保典、鴫 直樹 

（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 ポストゲノム研究により発見されたノンコーディング

RNA（ncRNA）は、ゲノム（DNA）からタンパク質合

成を仲介する以外の全く新しい RNA 機能を担っている

ことが期待されている。そこで本研究では、数多く同定

されている ncRNA 群の中から、基本的な生命現象や疾

患に関わる重要な機能性 ncRNA を発見し、その作用機

序を明らかにすること、さらには医薬品開発の新しい基

盤形成に寄与する事を目的としている。今年度は、これ

まで同定した重要な ncRNA の機能解明のために、

ncRNA を中心に形成される核内構造体の作用機構の解

析と、新たな RNA 依存的な核内構造体の探索、核内構

造体構築 ncRNA の異種生物からの抽出を行った。これ

までに、独自に開発した核内 RNA ノックダウン法を用

いて、細胞核内構造パラスペックルの構築を行う

NEAT1 ncRNA を発見した。本年度は、核内構造体パ

ラスペックルの作用機構の解析を分子レベルと細胞レベ

ルで執り行った。昨年度実施したマイクロアレイ解析か

ら単離されたパラスペックル標的遺伝子を複数用いて、

その分子機構を詳細に検討した。その結果、プロテアソ

ーム阻害剤で処理することによってパラスペックルを肥

大化した結果、パラスペックルがスポンジ機能を発揮し

て、NEAT1 ncRNA との相互作用を介して多くのタン

パク質がパラスペックル内に係留されることを明らかに

した。また理研との共同で作出した NEAT1のノックア

ウトマウス由来の胚性繊維芽細胞（MEF 細胞）を用い

て、細胞死を誘発するプロテアソーム阻害剤の感受性を

調べたところ、NEAT1-/-マウス由来の MEF の試薬感

受性が著しく上昇することが明らかになった。また新た

な細胞内構造構築に関わる ncRNA 探索を、当センター

保有 FLJ クローンリソースを用いて行った。実際には

細胞核内で構造体に局在する約500種類の因子を選別し、

その中から細胞の膜透過処理と RNase 処理によって、

消失する構造体を選別した。その結果、癌抑制タンパク

質を含む新しい RNA 依存的核内構造体を発見した。こ

のように ncRNA によって構築される核内構造体の機能

解明によって、新しい疾患発症機構の解明やそれを標的

とした創薬基盤となる産業技術の確立に結びつくことが

期待できる。 

この他に、好熱菌をモデルとして tRNA の硫黄修飾

塩基の生合成系を解析した。理化学研究所横山茂之グル

ープによる先行研究により、tRNA54位硫黄修飾酵素で

ある TtuA についてすでに結晶構造を得ていた。決定し

た構造をもとに、硫黄化反応に重要と思われるアミノ酸

残 基 を 推 定 し た 。 次 い で 高 度 好 熱 菌 Thermus 
thermophilus の相補系を構築し、変異体解析を共同研

究により行った。その結果、ATP 結合部位や3つのシス

テイン残基がいずれも硫黄修飾反応に重要であることが

明らかになり、硫黄化反応機構を提案することができ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸、RNA、遺伝子発現制御、エピジ

ェネティクス、RNA 修飾、タンパク質

翻訳後修飾 

 

［テーマ題目３］統合データベース 

［研究代表者］今西 規 

（分子システム情報統合チーム） 

［研究担当者］今西 規、五條堀 孝、村上 勝彦、 

武田 淳一、長井 陽子、羽原 拓哉、

遠藤 智宏、山崎 千里、世良 実穂、

原 雄一郎、小尾 信男 

（常勤職員1名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 2004年以来、ヒト全遺伝子と転写産物を対象として高

精度なアノテーション情報を格納した統合データベース

H-InvDB を更新・公開してきた。H-InvDB のアノテー

ション項目には、遺伝子構造、選択的スプライシング変

異体、機能性 RNA、タンパク質機能、機能ドメイン、

細胞内局在、代謝パスウェイ、タンパク質立体構造、疾

患との関連、遺伝的多型（SNPs）、遺伝子発現パター

ン、分子進化学的特徴、タンパク質間相互作用があり、

さらに国内外の各種データベースへのリンクも提供して

いる。転写産物のエビデンスを重要視する方針でアノテ

ーションがなされており、エビデンスの確かさによって

情報がカテゴリーに分類されていることが特徴である。

今年度は、タンパク質間相互作用やオーソログ遺伝子な

どのアノテーション項目を全面的に更新した、リリース

8.3を作成して公開した。ここでは、24万9012件の転写

産物に基づく45,177件のヒト遺伝子モデルを定義してい

る。なお、データベースの利用促進をはかるための講習

会を、産総研臨海副都心センターや関西センターなどで

合計4回開催した。 

 また、H-InvDB の発展版として、ヒトのプロテオー

ム研究に有用なデータベースの開発や、ヒトのタンパク

質複合体のアノテーションに関するデータベースも開発

し、論文発表を行った。前者は H-EPD という名前で、

ヒトのタンパク質配列の重複のない網羅的な配列データ

セットを提供する。後者は PCDq という名前で、タン

パク質間相互作用の網羅的データから予測した複合体と、

文献等によるアノテーションを組み合わせることによっ

て作成した。複合体を構成するタンパク質は、発現や局

在などの特徴が類似していることも示すことができた。

ID を使って生命科学の主要なデータベース間のリンク

を自動で管理するツールである、リンク自動管理システ

ムについては、運営と改良を継続して行った。 

 このほか、比較ゲノムデータベースである G-
compass を活用し、全ゲノム配列を用いてヒトの進化
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史を再構築する研究を行った。ヒトとチンパンジーの種

分岐後に交雑が起きたかどうかについて、人類進化学で

論争となっていた。そこで、ヒトと類人猿の全ゲノム配

列を解析し、分岐時間を推定する上で独立とみなされる

ゲノム領域を選び出して配列の差異を調べることにより、

高精度に種の分岐時間を推定することに成功した。その

結果、ヒト− チンパンジーの種分岐年代は染色体間で単

一である、すなわち、ヒトとチンパンジーの種の分岐は

交雑を考慮せずとも1回の種分岐として説明できること

が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオインフォマティクス、統合データ

ベース、H-InvDB 
 

［テーマ題目４］生体高分子立体構造情報解析に関する

研究 

［研究代表者］光岡 薫 

（タンパク質構造情報解析チーム） 

［研究担当者］嶋田 一夫、中村 春木、光岡 薫、 

藤吉 好則、三尾 和弘、竹内 恒、 

千田 俊哉、福西 快文 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質立体構造に指南された創薬戦略の実現を目

指し、創薬の標的として今後より重要と考えられる膜タ

ンパク質や複合体について、その構造解析技術を改良す

るとともに、相互作用情報が得られる技術を開発し、そ

れらを有効に利用できる計算機シミュレーション技術を

確立する。それにより、新規薬物の探索など創薬支援を

行う基盤技術の開発を行う。構造解析技術としては、極

低温電子顕微鏡や X 線結晶構造解析を利用するととも

に、相互作用解析などに NMR を活用する。そして、計

算機シミュレーションでは、開発された技術が応用され

るように、ソフトウエアなどを公開する。 

 電子顕微鏡を用いた研究では、我々が開発した電子回

折を用いたデータ収集プログラムの総説を発表した。ま

た、単粒子解析を用いた膜タンパク質や複合体の立体構

造解析として、IP3受容体やプロテアソームの低温電子

顕微鏡によるデータ収集を行った、炎症応答や免疫制

御、細胞の生存、がん細胞の接着・浸潤など多くの遺伝

子発現を調節する NF-κB の抑制的制御因子の解析を

推進し、A20タンパク質の7番目のジンクフィンガーで

ある A20-ZF7が直鎖状ユビキチン鎖に特異的に結合し

ていることを示した。B 細胞リンパ腫の発症メカニズム

に関し、A20-ZF7の直鎖状ユビキチン鎖への結合が関与

する知見が得られた。 

 X 線結晶構造解析を用いた研究では、ピロリ菌由来の

胃がんの原因タンパク質である CagA の X 線結晶構造

解析と生化学、生物学解析を加えた結果をまとめて論文

として発表した。老化マーカータンパク質であるヒト及

びマウス由来の SMP30の結晶構造を決定すると共に、

基質類似体および生成物類似体との複合体構造も決定し、

SMP30のγラクトン環形成の分子機構を提案した。更

に、ヒトとマウス SMP30の結晶構造を比べる事で、両

者の基質結合ポケットを覆うループ部分の構造が異なっ

ている事が明らかになった。この構造の違いが生理学機

能の違いを反映している可能性もある。これらの結果を

まとめて論文発表を行った。 

 NMR を用いた研究では、タンパク質が薬物を認識す

る基盤的機構の解明を目指し、多剤耐性転写制御因子

LmrR の構造・運動性解析を進めた。LmrR の認識する

複数の薬物との相互作用解析を行った結果、LmrR は、

薬物が結合すると基質結合部位から離れた領域でむしろ

運動性が亢進することが明らかとなった。一方、ITC
を用いた解析から LmrR と薬物との相互作用がエント

ロピー駆動であることが明らかとなった。薬物との結合

に伴い LmrR は構造エントロピーを増大させ、エント

ロピー駆動の相互作用に貢献していると考えられる。ま

た、細胞内のシグナル伝達を制御し、代謝や癌化との関

連が指摘されるイノシトールリン脂質キナーゼ

（PIPK）の立体構造解析から前年度までに明らかとし

た本酵素に特有の基質認識機構を、各種変異体を用いた

NMR 実験結合実験および結晶構造解析による検証した。

またこれを利用した阻害剤の探索を計算により行い、

NMR による低分子化合物のアッセイ手法を開発し、数

十µM 程度の活性を持つ複数のヒット化合物を取得する

ことができた。 

 計算機シミュレーションを利用した研究では、今まで

に、化合物データベース、蛋白質－化合物ドッキングソ

フト、薬物スクリーニングソフト、分子シミュレーショ

ンソフトを開発し、計算の困難な膜タンパク質である

GPCR にも適用してきた。薬になりくい生理活性ペプ

チドをコンピュータによりペプチドと同等の活性をもつ

有機低分子で置き換えること（インシリコ・ペプチドミ

メティクス）技術を開発し、内在性µ-オピオイドの一

種であるペプチド分子をモデルとした実証研究を行い、

ほぼ医薬品レベルの約10nM 活性程度の高い活性を持つ

新たな非ペプチドのリード化合物3化合物を取得するこ

とに成功した。また、企業との共同研究などにより、こ

れらの手法を複数の GPCR に適用し、190種類以上のヒ

ット化合物を得た。また、海外ソフトに比べて10-100倍

高速であり、ヒット率も10倍優位であることを再確認し

た。これらソフトウェア myPresto のアップグレード版

を3月に公開し、累積で約2500回以上ダウンロードされ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］低温電子顕微鏡、核磁気共鳴装置 

（NMR）、X 線結晶解析、計算科学、 

構造解析、構造生物学 
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⑤【幹細胞工学研究センター】 
（Research Center for Stem Cell Engineering） 

（存続期間：2010.4.1～2015.3.31） 

 

研究センター長：浅島 誠 

副研究センター長：中西 真人、鈴木 理 

首 席 研 究 員：平林 淳 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、つくば中央第5 

人 員：18名（18名） 

経 費：349,090千円（227,610千円） 

 

概 要： 

 本研究センターでは、臓器や器官を形作るために基

盤となる幹細胞に注目し、幹細胞の高効率な樹立、幹

細胞の性質の的確な評価、幹細胞の選択的な分化制御

についての技術開発に加えて、幹細胞を用いた医薬品

開発のスクリーニング系や再生医療への応用を目指し

た研究を進めている。幹細胞を効果的に利用するため

の情報基盤として、モデル生物を駆使して臓器形成を

制御するメカニズムを体系化し、新しい発生学研究領

域を開拓するとともに、細胞分化系、臓器・器官形成

系をより高効率・高品質化することによって創薬や再

生医療への応用を図る取り組みを行っている。更に、

臓器ロードマップ作成によって得られた知見を元に、

癌や生活習慣病などの新しい予防法への応用も検討し

ている。具体的には、以下の4つの大きなテーマを中

心とし、さらにその周辺技術開発を行うことにより、

将来の創薬や再生医療に貢献しうる研究を行う。 

① マイクロアレイ解析及びプロテオミクス解析など

を行うことにより、マウス、あるいはツメガエルの

未分化細胞を用いて心臓、膵臓、血管、消化管、目

や耳、脳などの神経器官の誘導・分化に関与する遺

伝子・因子を同定する。個々の遺伝子の機能解析を

行うとともに得られた情報を集積することにより、

それぞれの器官・臓器について分化ロードマップを

作成する。また、疾患臓器のプロファイルと比較す

ることで臓器別疾患発病因子を検索し、疾患の早期

発見、予防方法を考案する。さらに、3D クリノス

タットを用いて微小重力条件下での臓器培養法の確

立も試みている。また、疾患モデルマウスを利用し

て試験管内で形成した臓器の移植などを行い、疾病

改善、治療の応用へと発展させる。 

② ①で得られた研究結果を具体的に医療応用に結び

つけるためには、患者本人の幹細胞を臓器再生に用

いることが求められる。そこで、成体の体細胞から

幹細胞を効率的に樹立または単離する研究や、幹細

胞の未分化性維持の分子機構に関する解析研究、ま

た幹細胞から目的の細胞への分化誘導技術の構築を

行う。具体的には、ゲノムに組み込まれない安全な

「持続発現型 RNA ベクター」を開発し、これを用

いてより安全で高効率な幹細胞樹立方法の技術開発

を行う。また、プロテオミクス解析やマイクロアレ

イ解析、エピゲノム解析、糖鎖解析等によって未分

化状態特異的に発現するマーカーの探索を行う。そ

れと共に幹細胞を未分化に保つ候補因子を同定し、

これを基に幹細胞の未分化性維持機構を解明する。

さらに、分化能の高い幹細胞を選別するのに有効な

細胞表面マーカーの検索も行い、良質の幹細胞の調

製を容易にし、再生医療への利用を図る。 
③ 再生医療実用化の鍵として ES 細胞に代わり期待

されているヒト iPS 細胞であるが、実際の所 iPS
細胞の性質は多様で、一体どのような iPS 細胞が

実用可能な幹細胞なのか不明である。創薬応用や臨

床試験に耐えうる iPS 細胞とはどういう幹細胞か

を明確に規定し、幹細胞の評価法を確立して iPS
細胞を標準化することを目指す。また ES/iPS 細胞

とは異なり多分化能は有しないものの、生体に存在

し、より安全で既に一部で臨床応用が始まっている

間葉系幹細胞などの体性幹細胞についても、その性

質は十分解析されていない。ヒト体性幹細胞につい

てもその的確な評価方法を開発することを目指す。

本研究の一部は NEDO 受託研究（ヒト幹細胞産業

応用促進基盤技術開発 間葉系幹細胞の品質管理・

安定供給技術の開発）として行う。 

④ 上記②や③で幹細胞の的確な評価選別技術が開発

された後にそれを創薬に応用するためには、幹細胞

に適した効率的なリード化合物のスクリーニング系

が必要となる。そこで、流動状態、物質移動や温度

制御を厳密にコントロールするシステムを構築し、

マイクロプロセスで培養環境を精密に制御できる細

胞チップの開発とその周辺技術の整備、さまた光に

よる細胞マニピュレーション技術幹細胞を利用した

創薬基盤技術を開発に貢献する。また再生医療への

利用に向け、複数の分化誘導細胞を組織化し機能化

するための3次元組織構築技術開発や機能制御系と

しての電子デバイスとの融合技術開発を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：   

民間受託研究「疾患バイオマーカーの探索とプロファイ

ル診断システムの研究開発」 

 

国立大学法人京都大学 受託研究費「最先端研究開発支

援プログラム/iPS 細胞技術の評価・検証会」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 B）「特異的前駆

細胞移植による肺再生法の構築」 

 

文部科学省 科学研究費補助金(基盤 C)「膜タンパク質

の再構成マトリックス材料となる含フッ素擬環状型人工
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脂質の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究 研究

領域提案型）「海馬グリア細胞の環境応答機構の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手 B）「脊椎動物心

臓形成時におけるヒアルロン酸依存的シグナル経路の解

明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手 B）「脊椎動物の

臓器形成におけるグライコーム解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 C）「運動による

筋萎縮抑制機構におけるリボソーム合成の関与」 

 
独立行政法人 医薬基盤研究所受託研究費「持続発現型

RNA ベクターやトランスジェニック植物を利用した革

新的バイオ医薬品製造技術の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤 C）「有害重金属

輸送膜タンパク質のセンサ素子としての利用に関する基

盤的研究」 
 
文部科学省 科学研究費補助金（若手 B）「持続発現型

RNA ベクターによる再生医療のための細胞改変技術の

開発」 

 
文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究 研究

領域提案型）「三次元組織光造形法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（科研費 研究分担者）

「構造生物学的解析による R 型レクチンのシアル酸含

有糖鎖結合能獲得メカニズムの解明」 

 
文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 
「人為的リプログラミング法を用いた間葉系幹細胞制御

機構の解明」 
 
宇宙開発事業団「きぼう」利用重点課題 
「マウスを用いた宇宙空間における遺伝子発現プロフ

ァイル解析と生殖細胞への影響評価」 
 
財団助成金「脳海馬の神経細胞の多様性形成機構の解析

－うつ病とグリア産生因子の関わり－」 

 
財団助成金「糖尿病下での幹細胞およびニッチ細胞の制

御機構の解析」 
 
財団助成金「心臓形成遺伝子の網羅的スクリーニング及

び人工心筋評価アレイの開発」 

財団助成金「脂肪細胞特異的な新規アンチセンスノンコ

ーディング RNA による脂質代謝と脂肪分化の研究」 

 

財団助成金「ヒト脂肪細胞における新規 antisence 
ncRNA の機能解析」 

 

発 表：誌上発表38件、口頭発表83件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 
幹細胞制御研究チーム 

（Stem Cell Differentiation Research Team） 
研究チーム長：栗崎 晃 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 近年 iPS 細胞作成技術が発明され、患者自身の細

胞を用いた再生医療の実用化が大きく期待されている

が、現実には作製された iPS 細胞の分化能などの性

質はかなり不均一であり、また目的細胞へと分化させ

た後に成体に移植しても予期せずガン化するという問

題も充分な解決策が得られていない。そこで幹細胞制

御研究チームでは、効率的な幹細胞分化促進技術を開

発するとともに、細胞表面マーカー等を利用した幹細

胞操作技術を開発することにより、実用可能な分化細

胞を作製する基盤技術の開発を目的として研究を行っ

ている。また、心筋特異的に分化しやすい間葉系幹細

胞を選別するための細胞表面マーカーを利用して、生

体組織から心疾患に治療効果の高い幹細胞を選別する

技術の開発も進めている。 

 さらに、後述の器官発生研究チームが進めている臓

器形成ロードマップ因子をマウスやヒト幹細胞で活用

することにより、幹細胞の効率的な分化制御技術開発

を進めるとともに、その制御機構の解明も進める。ま

た、産総研のもつバイオリソースを活用して幹細胞を

分化制御する新たな基盤技術の開拓を進める。さらに、

成体に極わずかに存在する幹細胞を活性化させる手法

についても検討し、新たな再生医療技術の開発も進め

る。これらの幹細胞分化制御技術や選別技術を開発す

ることにより、毒性試験等の創薬に利用できるヒト分

化細胞や実用的な再生医療に必要な細胞分化制御を可

能にする基盤技術を開発する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

器官発生研究チーム 

（Organ Development Research Team） 
研究チーム長：伊藤 弓弦 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 ヒト ES/iPS 細胞や体性幹細胞は再生医療材料とし

て注目を集めている。しかしながら、由来組織の違い、

用いる樹立方法によっても得られる ES/iPS 細胞の性
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質が異なることが指摘されており、ES/iPS 細胞の規

格が明確に示されていない。そこで我々は、ヒト

ES/iPS 細胞を適切に産業応用へと導くために、まず

多くの細胞株の性状に関連する基礎データを網羅的に

収集し、良質な ES/iPS 細胞の品質管理方法確立を目

指す。また、間葉系幹細胞などを含む体性幹細胞は、

継代を経てその増殖能、分化能が失われていくことが、

問題点とされている。そこで我々は、ヒト体性幹細胞

の増殖能、分化能を担保するマーカー探索を行い、細

胞治療時における実効性の高い間葉系幹細胞供給の支

援を目指す。 

一方、再生医療を現実のものとするためには、必要

とする細胞を「正確に」「大量に」作り出すことが必

要とされる。そのためには、発生期に種々の臓器が形

作られた仕組みを知り、その方法を応用することが重

要と考えられる。そこで、ヒトと同様に臓器形成する

アフリカツメガエルを実験動物として、様々な臓器を

誘導し、その系を用いて、各種臓器が形成する際に必

要な遺伝子を網羅的にスクリーニングする。こうして

得られた知見から、ヒトと共通の臓器作りのレシピで

ある「臓器形成ロードマップ」を作成する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

５ 

 

バイオセラピューティック研究チーム 
（Biotherapeutic Research Team） 
研究チーム長：中西 真人 

（つくば中央第4） 
概 要： 
 再生医療・遺伝子治療・難治性疾患治療用のバイオ

医薬品の開発など、先端医療の分野では遺伝子を動物

細胞（ヒト細胞を含む）に導入して発現させる技術が

欠かせない。その中でも、外来遺伝子を長期にわたっ

て持続的に発現させる技術は重要な鍵となっている。

これまで、動物細胞で外来遺伝子を持続的に発現させ

るためには、レトロウイルスベクターなどの挿入型ウ

イルスベクターや物理的遺伝子導入を使って、染色体

に外来遺伝子を組み込んで安定化する必要があった。

しかし染色体への外来遺伝子の挿入は、染色体上の遺

伝子の破壊や挿入された遺伝子が再活性化により細胞

のガン化を招くことが知られている。またバイオ医薬

品の生産に当たっては、導入した遺伝子の発現量を最

大にするために、いったん染色体に挿入した遺伝子の

コピー数を増幅するという労力のかかる方法を取らざ

るを得なかった。 

 我々が開発したオリジナル技術「持続発現型 RNA
ベクター」は、染色体には挿入されない RNA 分子を

転写の鋳型として、細胞質で長期間（180日以上）に

わたって外来遺伝子の発現を持続できる、従来の常識

を覆した世界で唯一の遺伝子導入・発現系である。こ

の遺伝子発現系は、細胞に対する障害性を持たない特

殊なセンダイウイルス変異株 Cl.151株をベースに、

大きなゲノムの改変を行って開発されたもので、ウイ

ルス感染初期のサイトカイン誘導を回避して長期持続

性を実現しているのが大きな特徴である。以下の研究

課題では、この技術の特徴を活かして、先端医療の実

用化に貢献できる新しい技術の開発を目指した。 
研究テーマ：テーマ題目６、テーマ題目７ 

 

医薬品アッセイデバイスチーム 
（Drug Assay Device Team） 
研究チーム長：金森 敏幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 医薬品開発に要する費用の高騰が問題視されて久し

い。この問題を解決するために、リード化合物のスク

リーニングの効率化、迅速化が極めて重要である。既

にこの目的でヒト細胞を用いたスクリーニングが行わ

れているものの、動物実験や臨床治験といった川下に

おける評価結果と必ずしも対応せず、信頼性に欠けて

いるのが現状である。その原因としては、スクリーニ

ングに用いる細胞の標準化がなされていないことと、

用いられている細胞が体内における機能を発現してい

ないことによると考えられる。 
 そこで我々は、ES 細胞や iPS 細胞から誘導される

標準化細胞により、リード化合物のスクリーニングを

効率的に行う技術を開発している。培養細胞の機能を

体内に近づけるためには、培養環境を精密に制御し、

より体内環境に近づけることが重要である。そこで、

流動状態、物質移動および温度制御をマイクロメート

ルレベルで制御が容易なマイクロプロセスにおいて細

胞を取り扱うことが可能な、細胞チップの開発に注力

している。マイクロプロセスはチップ上に様々な機能

を集積することができるため、医薬品探索において必

要不可欠であるハイスループット化が容易であること

も利点ある。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目9、テーマ題目

10、テーマ題目11 

 

糖鎖レクチン工学研究チーム 

（Glycan Lectin Engineering Team） 

研究チーム長：平林 淳 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 平成24年の組織改編により、当チームの前身である

糖鎖医工学研究センター・レクチン応用開発チームの

一部は幹細胞工学研究センターに配属となり、新たに

幹細胞評価システムの一環として糖鎖プロファイリン

グ技術の開発を担当する。すでに、器官発生研究チー

ム等と各種共同研究（企業、NEDO 等）を協力推進
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し、目に見える成果を発表している。当チームは世界

でもユニークな、レクチンを基本軸に据えた研究を展

開しており、フロンタル・アフィニティクロマトグラ

フィー、レクチンマイクロアレイ、糖鎖複合体アレイ、

タンパク質進化工学などの独自の先端技術を有する。

これら優位技術のさらなる実用化、応用探索を推進し

ていく一方、最先端の糖鎖プロファイリング技術にさ

らに磨きをかけ、広くライフサイエンス領域への浸透

を図るため、レクチンライブラリーの開発と強化、レ

クチン工学を駆使したレクチン開発を併せて推進する。

レクチンのリコンビナント化は共同研究関試薬メーカ

ーを通し順次上市していく 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

12 

 

間葉系幹細胞ダイナミクス研究チーム 

（Mesenchymal Stem Cell Dynamics Research Team） 

研究グループ長：木田 泰之 

（つくば中央第4） 

概 要： 
 幹細胞を用いた迅速な再生医療応用および創薬支援

のための技術体系構築を目指す。その中で、体内から

大量に採取可能な間葉系幹細胞の活用においての基盤

研究開発を行い、失われた身体機能の回復において、

高次脳領域、代謝疾患や癌における先端的細胞治療と

して広く貢献する技術を開発することにより、本格研

究への橋渡しを行う。 

 人工多能性幹細胞（iPS 細胞）の誘導技術開発は再

生医療としての多大な可能性を広げるのみならず、化

合物による細胞制御と遺伝子操作による最先端の細胞

工学技術開発を導いた。本チームではヒト脂肪由来間

葉系幹細胞（MSC）を iPS 細胞誘導の材料とする技

術を開発し（PNAS.2010, Nat.Proc.2011）、概念的

研究ポテンシャルとアウトカムの基盤技術として

MSC からの iPS 細胞誘導技術を起点する研究を計画

している。そのマイルストーンの中で、次世代シーケ

ンサーをフル活用して得られる MSC の完全遺伝情報

の整備、その情報を活用した幹細胞操作技術の開発、

さらには複数誘導細胞を組織化・機能化するための3

次元組織構築技術及び電子デバイスとの融合技術開発

を行う。 

研究テーマ：テーマ題目13 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］臓器ロードマップを構成する新規分子

の探索と機能解析 

［研究代表者］伊藤 弓弦 

［研究担当者］伊藤 弓弦、栗崎 晃、小沼 泰子、 

原本 悦和、中島 由郎、小川 朝子、

大嶋 友美（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 「アフリカツメガエル、ネッタイツメガエル及びマウ

スの未分化細胞を用いた各種臓器誘導系」と「マイクロ

アレイや遺伝子導入／欠損の技術」を組み合わせること

により、心臓・血球・血管・膵臓・腎臓・神経など様々

な臓器・器官への分化に関わる遺伝子を網羅的に同定・

検証することで、臓器形成ロードマップ、すなわち、未

分化細胞からどの時期にどの遺伝子が発現することによ

って臓器の分化が達成されるか、その道筋が記述された

ロードマップを構築する。本ロードマップの情報は、将

来の再生医療への利用を見越した、「ヒト幹細胞からの

各種臓器細胞形成法確立」に活用し、効果的な研究推進

に貢献する。 

 また、作成されたロードマップ上の遺伝子が特定臓器

疾患と関連するかどうかについてバイオインフォマティ

クスの手法を用い、ロードマップ上のどのような遺伝子

が臓器特異的疾患マーカーとして利用可能かを探索する。

平成23年度は、特に興味深い知見が数多く明らかになっ

てきた心血管形成系及び血球形成系に関する解析を深め、

可能な限り臓器発生のロードマップの構築を進める。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］初期発生、器官形成、再生医療 

 

［テーマ題目２］未分化細胞の維持と分化のメカニズム

解明 

［研究代表者］栗崎 晃 

［研究担当者］栗崎 晃、高田 仁実、石嶺 久子、 

渡邊 加奈子、中島 由郎、王  瑩瑩 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 臓器ロードマップ作成の次の展開には、臓器再生が挙

げられる。その際問題となるのは、実際に医療に応用可

能な幹細胞の調製である。2007年ヒト iPS 細胞の樹立

が報告されたが、実際の実用化にはまだいくつもの解決

すべき問題が残されている。安全性の観点から考えると、

組織性幹細胞を効率的に調製し必要な組織に分化させて

医療に用いる方が安全面からは現実的であるとの見方も

あるが、いずれの場合でも幹細胞の未分化性制御技術や

効率のよい幹細胞・前駆細胞・分化細胞の調製技術が非

常に重要となる。特に組織からの幹細胞の調製や iPS
化された細胞の選別には、幹細胞のよいマーカーの同定

が必要である。本研究課題では、幹細胞や前駆細胞特異

的に発現するマーカー検索と、幹細胞の未分化性を制御

する新規遺伝子の探索、機能解析、さらには分化方法の

開発を進める。具体的には、ES 細胞のプロテオミクス

解析により同定した幹細胞特異的に発現する新規制御因

子について、安定発現 ES 細胞株を樹立し、その幹細胞

制御活性を詳細に解析して作用機序を明らかにする。ま

た、細胞表面膜タンパク質を特異的に精製し濃縮した膜

タンパク質についてプロテオミクス解析やマイクロアレ

イ解析を行い、未分化制御活性をもつ細胞膜タンパク質
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候補因子や新たな幹細胞・前駆細胞表面マーカーを同定

していく。 

 これまでの解析から、プロテオミクス解析により同定

した幹細胞特異的に発現するクロマチン制御因子 TIF1
βについて、幹細胞の未分化状態維持促進活性があるこ

とを見出した。また、TIF1βは C 末セリンのリン酸化

型は主に活性化クロマチンに局在し、多くの未分化マー

カーの発現を誘導することで未分化状態の維持に必須で

あることを明らかにしている（Seki, Kurisaki ら

PNAS 2010）。一方、別の新規核内因子が iPS 化を促進

する活性を持ち、神経分化を抑制する活性を有すること

を見出しており、現在その作用機構について解析を行っ

ている。また、未分化 ES 細胞のミトコンドリアで高発

現する PHB2は ES 細胞の増殖を制御しており、過剰発

現すると内胚葉と神経などの外肺葉への分化を抑制する

ことを見出し、論文投稿中である。細胞表面膜タンパク

質についても、効率的に定量比較できるデファレンシャ

ルプロテオミクス解析法を確立して、数十個の新規幹細

胞表面タンパク質を同定し、主なものについてウエスタ

ンブロッティングや免疫蛍光染色により検証を行い

Proteomics 誌で報告した。これらはヒト（患者）の体

細胞から幹細胞を樹立するときの重要な表面マーカー候

補となるだけでなく、分化誘導後の未分化な幹細胞の混

入による癌化を防止するための表面マーカーの重要な候

補となりうる因子群といえる。現在、これらの細胞表面

マーカーの中から癌化の問題を解決しうる有用な細胞表

面マーカーを検証中である。 

さらに前駆細胞の表面マーカーも分化過程で適宜目的

細胞への分化を評価・選別する上で重要と考えられる。

我々は胃の前駆細胞に相当するマウス胎児の胃の形成期

の組織を取出してマイクロアレイ解析し、胃の前駆細胞

特異的に発現する表面マーカーを見出した（野口ら

Gene Expression Patterns 2012）。さらに我々は、肺の

様々な構成細胞を分化させるための条件を検討するため、

各種増殖因子の効果を検討し、特に BMP シグナルが初

期分化制御に重要であることを明らかにし、その結果を

論文投稿中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、器官形成、再生医療 

 

［テーマ題目３］間葉系幹細胞から心筋組織誘導するた

めのマーカー分子の探索 

［研究代表者］栗崎 晃 

［研究担当者］栗崎 晃、高田 仁実、石嶺 久子、 

山川 哲生（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒト組織には、骨髄由来の造血幹細胞や間葉系幹細胞、

脂肪組織由来の幹細胞など、様々な組織に組織幹細胞が

存在する。しかしながら、これら組織から取り出した幹

細胞を含む集団は種々雑多な細胞が混在する不均一な細

胞集団であり、幹細胞を用いた再生医療を効果的かつ安

全に遂行するためには、細胞品質を検証する重要性が指

摘されている。現在間葉系幹細胞として用いられている

接着性の細胞集団の中には、分化能が異なる様々な幹細

胞・前駆細胞が含まれると考えられており、個々の治療

に適した細胞種の選択を可能とする評価技術が望まれて

いる。このような幹細胞集団の細胞品質を検証するひと

つの方法として細胞表面マーカーの使用が考えられてい

る。目的組織への分化能が高い幹細胞を特定できる細胞

表面マーカーがあれば、それを利用して様々なロットの

間葉系幹細胞の細胞品質を評価することができる。例え

ば、心再生に適した間葉系幹細胞、肝細胞分化能の高い

間葉系幹細胞、膵β細胞への分化能が高い間葉系幹細胞

など、移植部位に適した均一な間葉系幹細胞集団かどう

かを適切に評価することができれば、幹細胞治療効果を

最大限に引き出し、安定した治療結果へと結びつけるこ

とが可能になる。 

 そこで、心再生に関連する幹細胞や前駆細胞を規定で

きる細胞表面マーカーを利用してヒト間葉系幹細胞の分

化能を評価する方法の有効性を検証する。最近、我々は

ES 細胞を用いた心筋分化法を開発し、その分化過程で

細胞表面マーカーを利用して心筋特異的に分化する幹細

胞や前駆細胞を選別する方法を見出した。これらのマー

カータンパク質を間葉系幹細胞に応用し、心再生に適し

た評価技術の開発を検討した。ところ、発生期の心臓で

発現する表面マーカー群に注目して、間葉系幹細胞にお

ける発現量とその心筋分化能との相関を検討した結果、

ヒト間葉系幹細胞の心筋分化能を予言的に評価しうる新

たな細胞表面マーカーN-cadherin を見出した。さらに、

この表面マーカー抗体でヒト間葉系幹細胞を濃縮するこ

とで心筋分化能力の高いヒト間葉系幹細胞集団を得るこ

とに成功した。しかし間葉系幹細胞から心筋を効率的に

分化させる方法はまだ未開発であり、今後も分化技術の

開発を進めていく必要がある。本研究成果については現

在論文投稿中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、再生医療 

 

［テーマ題目４］ヒト幹細胞の標準化 

［研究代表者］伊藤 弓弦 

［研究担当者］伊藤 弓弦、栗崎 晃、平林 淳、 

舘野 浩章、小沼 泰子、相木 泰彦、

樋口 久美子、清水 真都香、 

鈴木 加代、比江森 恵子、中須 麻子

（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 ES/iPS 細胞の産業応用を実現していく上では、

ES/iPS 細胞の未分化状態を統一的に評価・判別するた

めの「評価指標」及び「その簡便な判別方法の確立」の

作成が必要とされている。ES/iPS 細胞は株や培養方法
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に依存してその未分化状態や分化指向性に差が生じるこ

とが知られているため、数多くの ES/iPS 細胞株に関す

るエピゲノム、トランスクリプトーム、グライコーム等

を明らかにし、各ファクターを情報統合することにより、

ES/iPS 細胞の品質管理をするための「マーカー開発」

及び「測定システム確立」を目指している。また、

ES/iPS 細胞よりも安全性の面から臨床応用が近い、間

葉系幹細胞の品質管理マーカー及びそれらを搭載した品

質カタログの作成も、同様のストラテジーで進めている。

これらは、今後 ES/iPS 細胞等幹細胞の応用技術を開発

する上で必須となる「幹細胞の標準化」に直結する極め

て重要なアプローチである。 

 また、上述の成果を基盤に、ヒト幹細胞の安定大量供

給を目指して、自動培養装置の開発／検証も進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］幹細胞、再生医療 

 

［テーマ題目５］成体の組織幹細胞の制御機構の解析と

自己組織幹細胞を用いた再生医療法の開

発 

［研究代表者］桑原 知子（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］桑原 知子、伊藤 弓弦、小沼 泰子、

寺島 和行（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 成体の脳内には日々分裂し、神経新生を起こしている

神経幹細胞が存在する。近年の研究から、「成体期」の

神経新生は、発生段階の「胎生期」とは全く違った制御

機構であることが徐々に明らかになってきた。成体の海

馬で生じる神経新生現象は、記憶や学習機能、またうつ

病、認知症やアルツハイマー等の神経疾患とも密接な関

係がある。 

 うつ病など個人の状態（慢性性ストレスや経験、環境

による変化）で罹患および病態が左右するような脳神経

疾患と、成体の神経新生の分子メカニズムの相関を調べ

るため、健常体コントロールグループのラットと、鬱病

モデルグループのラットを作成した。それぞれの海馬か

ら成体神経幹細胞を樹立し、培養システムを構築した。

まず in vitro でうつ病および神経疾患関連遺伝子の発現

プロファイルを詳細に調べ、候補遺伝子の制御機構への

関与解明に解析を進めた。さらに、病態を左右しうる候

補遺伝子の発現量の増減が、転写レベルで左右されてい

るのか、エピジェネティックに制御されているのかを調

べるため、ゲノム上の制御配列（プロモーター領域）の

クロマチン免疫沈降やメチル化状態の比較を検討した。 

 その結果、うつ病ラットと正常体ラット間の比較発現

解析により、ラットの脳海馬の Dentate Gyrus 領域か

ら樹立したプライマリー・アストロサイト細胞培養系に

おいて、神経新生を誘導する細胞外因子 Wnt3の顕著な

発現変動を確認した。疾患による Wnt3因子の発現減少

に伴って変動するシグナル下流因子を絞り込み、候補遺

伝子のシグナル応答について、ノックダウンおよび過剰

発現系を構築し、培養細胞系だけでなく in vivo での効

果に付いても評価を行い、成体の神経新生に与える影響

を評価した。 

 更に組織幹細胞については、マウスおよびラット成体

膵臓組織から膵臓幹細胞を樹立し、その培養系を確立す

ることで、α細胞、β細胞、δ 細胞、γ 細胞への in 
vivo、in vitro 制御機構の解析を進めた。脳内海馬、嗅

球、膵臓、眼球、筋肉等、様々な部位から樹立した成体

の組織幹細胞の発現制御機構についてマイクロアレイ等

を用いて比較解析し、それぞれの系統の組織幹細胞の樹

立・培養や分化制御に有用な遺伝子および細胞外因子の

機能を解析している。具体例として、I 型および II 型糖

尿病の早期治療や診断、再生医療に有用な組織幹細胞の

培養方法を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経疾患、うつ病、幹細胞、糖尿病、再

生医療 

 

［テーマ題目６］安全性の高いヒト人工多能性幹細胞

（iPS 細胞）樹立法の開発 

［研究代表者］中西 真人 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、大高 真奈美、

高安 聡子、飯島 実 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞は、数個の初期化遺伝子を異所的に発現させ

ることにより、皮膚の線維芽細胞など初期化して作製し

た胚性幹細胞（ES 細胞）と同等の機能を持つ細胞であ

る。しかし、従来の iPS 細胞は、染色体上に初期化遺

伝子が残っているため安全性の懸念があった。本研究で

は、4個のヒト遺伝子（Oct4、Sox2、Klf4、c-Myc）を

搭載した持続発現型 RNA ベクターSeVdp-iPS を使った

ヒトの組織細胞の初期化、特に末梢血由来細胞の初期化

について解析した。 

 本年度は、ヒト末梢血に含まれる白血球の一種、単球

を素材として作製したヒト iPS 細胞の性質を検討した。

単球は、リンパ球と違って抗体遺伝子や T 細胞レセプ

ター遺伝子の再構成が起こっていないため、線維芽細胞

と同様に受精卵と同じゲノムを持つ。そのため、造血幹

細胞に分化できる可能性がある他、リンパ球由来 iPS
細胞よりも安全性が高いと考えられる。ES 細胞特異的

なマーカーとして知られている Nanog や TRA-1-60抗

原を強く発現している単球由来のヒト iPS 細胞の分化

能をテラトーマ解析で調べたところ、内胚葉（消化

管）・外胚葉（神経）・中胚葉（軟骨）への分化が確認で

きた。 

 末梢血からの iPS 細胞の樹立は、組織を提供する患

者の負担を軽減する非常に重要な進歩であり、現在、さ

らに多くの外来遺伝子を搭載し単球の初期化効率を大幅
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に改善できる SeVdp-iPS ベクターの開発を進めている。

以上の成果は、安全性の高いヒト iPS 細胞の作製に向

けた大きな一歩であり、今後は作製した iPS 細胞のさ

らに詳細な解析を通じて、ヒト iPS 細胞技術の標準化

に貢献することを目指している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］iPS 細胞、再生医療、ウイルスベクター 

 

［テーマ題目７］革新的バイオ医薬品製造技術の開発 

［研究代表者］中西 真人 

［研究担当者］中西 真人、佐野 将之、福村 美帆子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ医薬品の多くは動物細胞で産生されるが、高い

遺伝子発現を得るために染色体に組み込まれた遺伝子の

コピー数を増幅する段階が非常に時間と労力を要するこ

と、抗体のように複数のサブユニットからなるタンパク

質は、それらを同時に増幅することが困難であること等

が問題点としてあげられている。さらに遺伝子増幅が可

能な細胞はハムスターCHO 由来細胞にほぼ限られてい

る。 

 産総研が開発したオリジナル技術「欠損・持続発現型

センダイウイルスベクター（SeVdp）」は、遺伝子増幅

することなく最初から非常に高い遺伝子発現が持続する

こと、幅広い動物種由来の細胞で同等の遺伝子発現が可

能であることなど、多くの利点を有している。 

 本年度は、昨年度に達成した抗体の H 鎖と L 鎖を同

時に搭載した SeVdp を改良し遺伝子発現を強化するこ

とを検討した。まず、培地中のヒト IgG の量を正確に

測定する系を、dot blotting 法を使うことにより完成し

た。次に、SeVdp-IgG ベクターの遺伝子発現を上昇さ

せるために、RNA polymerase の発現強化に取り組み、

BHK 細胞と無血清培地との組み合わせで常時

5pg/cell/day の発現を達成した。以上の結果は、従来の

ように外部から導入した遺伝子を増幅することなく高発

現することで、抗体医薬品の簡単な多品種中量生産に道

を開いたものと評価できる。 

 今後、発現量を厳密に定量して、それを指標にさらに

遺伝子発現効率を上昇させる工夫を行っていく予定であ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオ医薬品、ウイルスベクター 

 
［テーマ題目８］マイクロプロセスおよび機能性材料を

利用した細胞機能誘導技術の開発 

［研究代表者］金森 敏幸 

（医薬品アッセイデバイスチーム） 

［研究担当者］金森 敏幸、須丸 公雄、馬場 照彦、

高木 俊之、杉浦 慎治、佐藤 琢、 

服部 浩二、柳川 史樹、森下 加奈

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 上市された医薬品の1製品当たりの開発費は1,000億円

に達するという報告もあり、開発費の高騰が新薬開発の

阻害要因となっていると指摘されている。新薬開発の費

用削減のためには、いわゆるリード化合物（医薬品候補

化合物）の効果的なスクリーニングが極めて需要である。

この目的で、動物細胞を用いたアッセイ（細胞アッセ

イ）が既に用いられているものの、動物実験や臨床治験

との相関が必ずしも十分ではない点が問題視されている。 

 我々はこの問題を解決する鍵として、細胞培養環境の

精密制御に着目している。細胞の大きさがたかだか数十

µm であることを勘案すると、複数種の細胞を目的とす

る空間配置で培養し、細胞周囲の濃度分布や剪断応力を

精密に制御しながら培養するためには、マイクロプロセ

スが適している。 
 本研究テーマでは、細胞の培養からアッセイまでの一

連のプロセスを一つのマイクロチップ上に集約したマイ

クロ組織チップの開発を目指している。 
 本年度は、灌流培養チャンバーチップ内でヒト初代肝

細胞を培養し、8種類の薬物モデル基質に暴露させて灌

流液を LC-MS/MS にて分析し、それぞれモデル基質に

対応する薬物酵素の代謝機能を評価した。その結果、4

種類のモデル基質についてはチップの材料に対する収着

が著しく、濃度測定が不可能であった。残り4種類のう

ち2種類については、1週間に渡って代謝能を維持し、通

常の静置培養に比べて明らかに優位性を示した。現在、

素材メーカーおよびプラスチック成形メーカーと共同研

究を開始し、PDMS に代わる材料、あるいは PDMS の

処理方法を探索すると共に、チップ構造を変更し、初代

肝細胞からスフェロイドを形成させる検討を行っている。 

 また、HUVEC（Normal Human Umbilical Vein 
Endothelial Cells：正常ヒト臍帯静脈内皮細胞）につい

て、灌流培養チップ内で10 dyne/cm2以上のずり応力を

付与しながら培養することにより、通常の静置培養では

期待できなかった血管内皮特異的酵素を発現することを

見出した。現在、某大手医薬品メーカーにより、このチ

ップによる医薬品候補化合物の探索への応用が進められ

ている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞アッセイ、ハイスループットアッセ 

イ、マイクロプロセス 

 

［テーマ題目９］有害重金属輸送膜タンパク質のセンサ

素子としての利用に関する基盤的研究 

［研究代表者］馬場 照彦（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］馬場 照彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ある種の微生物は水銀など有害重金属が多く存在する

環境で棲息可能であり、特異的に重金属を菌体内に輸送
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している。本研究は、重金属耐性菌等が有する重金属輸

送膜タンパク質について、そのセンサ素子としての利用

可能性を明らかにすることを目的としている。この目的

のため、安定な人工脂質膜の開発と重金属輸送膜タンパ

ク質との複合化・再構成技術、ならびに膜タンパク質の

脂質膜内での配向評価・制御技術の検討を進めている。 

平成24年度では、膜透過性が低く機械的に安定な分枝

鎖エーテル型リン脂質およびフッ素化リン脂質を膜タン

パク質の再構成膜基材とするため、これらの膜と重金属

膜タンパク質の輸送目標となる重金属（Hg（II）等）

イオンとの相互作用(膜結合性・膜浸透性)を引き続き検

証した。膜表面に重金属感受性蛍光プローブを導入した

膜系に対して Hg（II）イオンを作用させると、繁用さ

れる直鎖エステル型および分枝鎖エステル型リン脂質で

は、いずれも同様な膜結合性・膜浸透性を示した。他方、

前年度までに作製した新たな分枝鎖エーテル型リン脂質

膜では、Hg（II）イオンの膜結合性・膜浸透性が減じ

られた。このことから、分枝鎖エーテル型リン脂質膜は

重金属輸送膜タンパク質の介在する重金属イオン透過性

を観察するのに、より適すると期待される。さらに膜タ

ンパク質の脂質膜内での配向を制御するため、開放膜構

造である脂質膜ディスクの応用を引き続き検討し、膜デ

ィスク内の微視的構造を蛍光プローブ法によって評価す

るとともに、膜タンパク質モデルの複合化を予備的に検

討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］膜タンパク質、脂質、脂質膜、再構成、

バイオセンサ 

 

［テーマ題目10］膜タンパク質の再構成マトリックス材

料となる含フッ素擬環状型人工脂質の開

発 

［研究代表者］高木 俊之 

（医薬品アッセイデバイスチーム） 

［研究担当者］高木 俊之、馬場 照彦、金森 敏幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 脂質膜および膜タンパク質から成る脂質－膜タンパク

質ハイブリッドセンサは、医薬品開発のスクリーニング

ツールとして注目されている。本研究は、安定人工脂質

膜の設計・機能評価、膜タンパク質再構成基材の設計・

機能評価、人工脂質・膜タンパク質複合化、複合体の機

能性基板への固定化・機能評価により、安定な脂質－膜

タンパク質複合体を利用したバイオセンサの開発研究を

行うことを目的とする。 

 人工脂質として部分フッ素化人工脂質を提案し、部分

フッ素化二鎖型リン脂質および擬環状人工脂質の合成経

路の検討（高純度・高収量で多種多様な脂質群の合成可

能な経路探索）を行った。ジミリストイルホスファチジ

ルコリン（DMPC）由来の部分フッ素化二鎖型リン脂

質（部分フッ素化 DMPC）および擬環状型人工脂質の

合成に成功した。 

 また種々の物性測定から、ペルフルオロアルキル基の

導入により気水界面における単分子膜安定性が向上する

こと、ゲル－液晶相転移温度が低下すること、膜表層付

近の流動性が高いこと、などの知見を得た。さらに部分

フッ素化 DMPC への膜タンパク質バクテリオロドプシ

ン（bR）の再構成条件の検討を行い、bR の再構成膜の

作製に成功（可視吸収スペクトルおよび円二色性スペク

トルにより確認）した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］フッ素、擬環状型人工脂質、膜タンパク

質、再構成 

 

［テーマ題目11］三次元組織光造形法の開発 

［研究代表者］杉浦 慎治（幹細胞工学研究センター） 

［研究担当者］杉浦 慎治、柳川 史樹、高木 俊之、

須丸 公雄、金森 敏幸 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、複雑な微細構造を有する三次元細胞シス

テムを構築する新手法として、フォトリソグラフィーの

要領で三次元組織を加工する「三次元組織光造形法」の

開発を目指している。この方法では、光分解性ゲルに細

胞を内包化し、微細パターン光を照射して照射領域のゲ

ルを分解し、照射光のパターンを反映した微細構造を有

する三次元組織を加工する。当該年度は材料開発研究と

して価数の異なる光分解性架橋剤の合成、架橋密度や化

学組成の異なる光分解性ゲルの合成を行った。 
 光分解性ゲルのXY平面分解能は、直径20µmまで平面

高分解能を有することが明らかとなった。光分解性ゲル

のZ軸分解能について検討を行った結果、光照射強度に

応じてゲル内部150µm（膨潤後271µm）まで分解可能な

ことが明らかとなった。以上の検討結果より、今回作成

した光分解性ゲルは、将来的に細胞の時空的制御を行う

上で有用な新規マテリアルである可能性が示唆された。 
 また、応用研究としてゲルの微細構造の加工や、三次

元培養系における細胞操作や、ゲルの粘弾性パターンニ

ングに関する検討を進めた。三次元培養系における細胞

操作研究は筑波大学の松井裕史講師との共同研究である。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子ゲル、組織工学、三次元構造 

 

［テーマ題目12］糖鎖プロファイリングによる細胞評価

技術開発 

［研究代表者］平林 淳 

（糖鎖レクチン工学研究チーム） 

［研究担当者］平林 淳、舘野 浩章、伊藤 弓弦、 

小沼 泰子、鈴木 加代、比江森 恵子、

村上 仁子、箕嶋 文、清井 佳代 
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（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療の実現には各種有用マーカー、中でも未分化

性、分化能の指標となる信頼性の高いマーカー検出技術

の開発が必須である。当チームが糖鎖医工学研究センタ

ー時代に世界に先駆け開発した糖鎖プロファイリング

（レクチンマイクロアレイ）技術を、幹細胞工学研究セ

ンターの有する、細胞培養技術、分化制御技術と連携さ

せることで、幹細胞の分化度や分化指向性を評価・選別

する実効性に優れたら細胞表面マーカーを開発する。企

業共同研究を含めた研究開発を通し有効性の認められた

マーカー検出プローブ（レクチン）については速やかに

特許出願するとともに、関連企業へのライセンスを通し

メーカーから販売することで、着実な社会還元に努める。

具体的には、実用化が期待される iPS/ES 細胞等の多能

性未分化性を瞬時に判断可能な糖鎖マーカーや、より実

用性の早い各種間葉系幹細胞の分化能・増殖能を担保す

る糖鎖関連マーカーの開発に注力することで、社会が要

請する安心・安全な再生医療の実現に貢献する。 

 当該チームが糖鎖工学研究センター時代に開発、上市

したレクチンマイクロアレイのさらなる性能向上を目指

し、従来45種であったレクチン数を96に倍加させた高密

度レクチンマイクロアレイを開発。搭載した40種近くの

組み換えレクチンを共同研究企業にライセンシングし、

順次上市される予定となっている。上記高密度レクチン

マイクロアレイを用い、所内外連携を通じ、iPS・ES
細胞と体細胞の比較糖鎖プロファイリングを実施した結

果、未分化細胞に特徴的な糖鎖変化の検出に成功し、新

規未分化細胞検出プローブ、rBC2LCN の発見に至って

いる（Tateno et al., 2011, J Biol Chem）。山中4因子

の導入によってもたらされる糖鎖変化は、N グリカン

におけるシアル酸結合様式のα2－3型からα2－6型への

変化、O グリカンにおける H タイプ3構造（Fucα1-
2Galβ1-3GalNAc）の出現等に顕著にみられることが、

詳細な構造解析によって示された（Hasehira et al., 
2012, Mol Cell Proteomics）。一方、本レクチン、

rBC2LCN は体細胞には全く結合しない半面、iPS/ES
細胞にきわめて鋭敏に、かつ固定操作をせず生染色でき

ることが判明し（ Onuma et al., 2013, Biochem 
Biophys Res Commun）、さらに、その結合相手がポド

カリキシンという多数の O グリカンで覆われた膜タン

パク質であることを突き止めた（Tateno et al., 2013, 
Stem Cells Transl Med）。本成果は、3/19に産総研公

式プレスリリースされた。rBC2LCN は分子量16,000の

小タンパク質で、大腸菌で簡単に大量生産できるなど、

今までの抗体プローブと比べ種々の利点をもつことなど

から、今後の実用展開が期待される。 

 

［テーマ題目13］間葉系幹細胞を活用した幹細胞操作技

術とメタボリックデバイスの開発 

［研究代表者］木田 泰之（間葉系幹細胞ダイナミクス

研究グループ） 

［研究担当者］木田 泰之、鈴木 翔子 渋谷 陽一郎 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 実用化できる幹細胞操作技術の開発において、間葉系

幹細胞の活用を最優先候補として技術開発する。そのア

ウトカムである幹細胞および分化誘導細胞・機能細胞を

用いる再生応用を実施することを目標とする。 

Ⅰ．次世代シーケンスからの統合データ取得・解析技術

の開発 

 効果的かつ確実な治療や病気の予測等に利用できる

次世代シーケンスによるゲノム・エピゲノムデータは

膨大であるが、それ故、目的の結果を導く手段の発達

が遅れている。本技術は、エピゲノム情報を紐解く効

果的な情報解析を可能とする。現在、統合解析・運用

において最先端にある生命情報工学研究センターと共

同にて、エピゲノム情報を解析している。本テーマに

おいて、次世代シーケンサーをフル活用して得られる

間葉系幹細胞の完全遺伝情報の整備、その情報を活用

し た 神 経 細 胞 や 心 血 管 系 細 胞 へ の Trans-
differentiation（Direct-reprogramming）技術の開

発、さらには複数誘導細胞を組織化・機能化するため

の3次元組織構築技術及び電子デバイスとの融合技術

開発を行っている。 

Ⅱ．遺伝的性質に基づいた幹細胞同定技術と微細加工に

よる特異的分化誘導・組織構築技術 

 先端的細胞医療においては iPS 細胞の登場より以

前から間葉系幹細胞が使われているが、性質は規定さ

れていない。本技術は、遺伝的性質および細胞外環境

の制御により、有用な細胞を抽出・利用することを可

能とする。オミクスデータ解析結果からマーカーによ

る新規幹細胞の同定、最先端の微細加工技術から開発

している新規デバイスへのアダプテーションによる幹

細胞培養の研究および開発を進めている。 

 生体内臓器は特徴的な3次元構造を構築することで特

異的な機能を獲得する。機能制御では、臓器が神経信号

制御を受けることで生体は複雑な生理活動を調節し、恒

常性を維持している。これを踏まえると幹細胞を用いた

再生医療応用や創薬支援に対しても誘導細胞を3次元組

織化させ、生体臓器と類似する機能を人為的に制御する

ことが重要である。本テーマでは、微細加工技術を積極

的に利用した3次元組織化技術、誘導神経細胞と電子デ

バイスを用いた神経インターフェース技術に基づく誘導

組織機能の観測と制御技術開発を行っている。 

 この「幹細胞作製技術」と「微細加工技術」の両面か

ら、高次脳機能、メタボリズム、癌を機能的に制御する

組織デバイス（メタボリックデバイス）を開発すること

を目指している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   
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［キーワード］間葉系幹細胞、再生医療、細胞分化 

 

⑥【健康工学研究部門】 
（Health Research Institute） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研 究部門長：吉田 康一 

副研究部門長：達 吉郎 

総括研究主幹：脇田 慎一、茂里 康 

研 究 主 幹：大槻 荘一 

 

所在地：四国センター、関西センター（池田）、関西セ

ンター（尼崎） 

人 員：64名（64名） 

経 費：784,379千円（470,264円） 

 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、社会的要請を踏まえた研究

戦略の下、ライフ分野では「Ⅱ．ライフイノベーショ

ンを実現するための研究開発の推進」を第3期中期計

画の大分類として設定し、取り組むべき課題として、

先進的・総合的な創薬医療技術の開発、健康な生き方

を創出する技術の開発、生活安全のための技術開発を

掲げた。本研究部門は、第2期において蓄積されてき

た研究資源を礎に、人間生活における人体の健康維持

管理に関する研究開発を進める。本部門の研究理念は、

「100歳を健康に生きる」技術の開発であって、人間

の健康状態を計測・評価し、その活動を支援するため、

先端的なバイオ技術と材料・システム開発技術を融合

し、健康な生活の実現に寄与する技術を確立すること

である。日常生活において自らの意志で生きがいを持

って生活するための健康維持管理に関する工学的研究

を中心に、本格研究に基づいた技術開発を進め、健康

工学研究領域の確立、並びに21世紀における新たな健

康関連産業創出に貢献することを目指す。 

 上記理念達成のため、大きく三つのミッションを設

定する。 

【ミッション１】研究開発 

 持続的で安心かつ豊かな生活の構築に貢献するため、

人間の身近な健康維持、向上に関する工学的研究に焦

点を絞り、以下の課題を推進する。 

1. 疾病の発症を未然に予防できる先端的な疾患予

知診断技術の研究開発 

2. 生活圏におけるリスク解析・除去技術の開発 

3. 組織・細胞の機能を再生・代替できるデバイス

の開発 

4. 細胞機能の計測、操作技術の開発 

5. ヒト機能の高精度計測を基盤にした人間と適合

性の高い機器開発 

【ミッション２】地域との共同 

 健康関連産業の振興に資するため、産総研における

健康工学研究関連ユニットの連携体制構築の一翼を担

うとともに、地域の健康関連産業の活性化への貢献を

図る。 

【ミッション３】人材育成 

 理念達成のため、社会で活躍する産業技術人材の育

成を部門内のみならず広く産業界、大学から人材を受

け入れることによって推進する。 

 第一に着実な研究成果を生み出し社会へ迅速に普

及させるため、1) 人間生活における人体の健康維持

管理に関して、発症を予防する先端的な疾患予知診

断技術につながる各種疾病マーカーの探索及び疾患

の早期診断に役立てるためのナノバイオデバイス技

術の開発、2) 安全・安心な生活環境を創出する上で、

健康リスク因子を高度に検出する技術や削減、無害

化する技術の開発、3) ヒトの機能の科学的理解に基

づいて、失われた機能の補完・代替技術や生活を快

適にする技術、4) 遺伝子、細胞、情報、ナノテクノ

ロジーなどの研究を統合し、健康・医療に関わる知

的・技術的基盤の形成と応用技術の創出、5) 人間の

認知・行動特性の科学的理解に基づき、高度情報化

された生活環境の中で少子高齢化を迎えた社会に暮

らす人々のためになる製品を生活に導入する技術開

発、等を研究開発の重点課題とする。 

 次に、本研究部門は四国・関西を中心とした西日

本に拠点を置き、地域の健康関連産業の活性化への

貢献を着実に推進することを任務とする。健康・医

療は社会全体に関わるものであり、従来型のものづ

くり産業の考え方であった利便性や有効性に直接的

に関わる技術だけでなく、無形であっても高度で多

面的な価値を持つ大きなシステムの創成が求められ

ている。そこに関わる要素技術の開発が重要な課題

であって、部門や産総研単独ではなしえない。この

ような観点から、四国・関西という地域性を十分考

慮しながら、西日本の「健康工学」の拠点として関

連する公的研究機関はもとより、より一層地域産業

界との連携を強化する。 

 最後に、今後、人類社会にとって持続的社会の構

築に科学技術は必須であることは言うまでもなく、

産総研は真に地球レベルでの科学技術発展に資する

人材を育成し社会に送り出す役割を担っている。当

部門においてもその役割を着実に果たすことをミッ

ションとする。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

融合・連携推進予算「電気活性高分子アクチュエータを

用いた医療福祉機器実現のためのドイツ、フラウンホー

ファーIPA との国際連携研究」 

標準基盤研究「骨導超音波知覚に関する標準化（骨導音

の等ラウドネス曲線の推定）」 
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外部資金： 

文部科学省受託費 平成24年度科学技術試験研究委託事

業（スーパー特区（先端医療開発特区））「重度先天性骨

代謝疾患に対する遺伝子改変間葉系幹細胞移植治療法の

開発」 

 

文部科学省 平成24年度科学技術戦略推進費補助金「可

搬型生物剤・化学剤検知用バイオセンサの開発」 

 

経済産業省受託費 平成24年度工業標準化推進事業委託

費（戦略的国際標準化推進事業：国際標準共同研究開発

事業）「多様な再生医療製品の製造に対応可能な除染接

続手段に関する標準化」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST）「BDNF 機能障害仮説に基づいた難治性

うつ病の診断・治療法の創出」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（さきがけ）「光分解性バイモーダルナノパーティク

ルの開発と、がんの可視化と治療への応用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム フィージビリティスタ

ディステージ探索タイプ「レーザー細胞操作による神経

回路再生機能の解析技術の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム フィージビリティスタ

ディステージ探索タイプ「鶏卵バイオリアクター化を目

指したニワトリ生殖巣キメラ率改善技術開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム フィージビリティスタ

ディステージシーズ顕在化タイプ「マルチウェルプレー

ト対応生細胞リアルタイム多色発光測定装置の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果最適展開支援プログラム フィージビリティスタ

ディステージシーズ顕在化タイプ「高感度 in situ 蛍光

イメージングのための細胞培養プラズモニックディッシ

ュの作製」 

 

独立行政法人科学技術振興機構  JST 復興促進センタ

ー復興促進プログラム探索タイプ「化学処理による放射

性セシウム汚染土壌の除染・減容化に関する研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構  JST 復興促進センタ

ー復興促進プログラム（マッチング促進）可能性試験

「高度石英ガラス構造を有する新規マイクロナノ分析計

測デバイスの開発」 

 

公益財団法人鳥取県産業振興機構 平成24年度石油製品

需給適正化調査等委託費「石油精製物質等の新たな化学

物質規制に必要な国際先導的有害性試験法の開発」 

 

一般財団法人食品薬品安全センター 平成24年度環境対

応技術開発等（高機能簡易型有害性評価手法の開発にお

ける培養細胞を用いた有害性評価法の OECD テストガ

イドライン化）「免疫毒性試験バリデーション」 

 

国立大学法人名古屋大学 最先端研究開発支援プログラ

ム「ナノピラー・ナノウォールによる1分子分離・解析

技術の開発」 

 

公立大学法人奈良県立医科大学 戦略的基盤技術高度化

支援事業（再委託）「光力学診断とマイクロ流路を用い

た小型高速癌細胞診断装置の開発」 

 

一般財団法人大阪科学技術センター 戦略的基盤技術高

度化支援事業（再委託）「グリーンプラスチックの超臨

界二酸化炭素による連続発泡成形技術の開発」 

 

一般財団法人四国産業・技術振興センター 戦略的基盤

技術高度化支援事業（再委託）「発酵乳製品副産物ホエ

ー機能成分を活用した高齢者用人工唾液の開発」 

 

民間受託費 戦略的基盤技術高度化支援事業（再委託） 

「新規ナノガラス量子ドットによる多層マイクロ流路基

板を用いた POC 免疫学的診断法の開発」 

 

民間受託費 戦略的基盤技術高度化支援事業（再委託） 

「金型成形プラスチックマイクロ流路型チップの加工精

度向上による実用的なバイオアッセイシステムの開発」 

 

民間受託費 低炭素社会を実現する革新的カーボンナノ

チューブ複合材料開発プロジェクト（再委託）「伸縮性

単層 CNT 電極による高効率高分子アクチュエータの製

品実用化開発」 

 

民間受託費 震災復興技術イノベーション創出実証研究

事業（再委託）「うつ病の定量診断を可能とする迅速で

コンパクトな簡易検査装置の実証研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「生活習慣病の早期診断を目的とした新規バイオマーカ

ーの生理的意義解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「アディポカイン迅速測定用マイクロチップの開発と糖
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尿病早期診断への応用」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「周期構造･高屈折率無機界面を有する高感度バイオチ

ップの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「階層的分子モデリングによる生体膜融合過程の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「レーザによる任意組織における発癌モデル開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 B） 

「嗅覚情報を用いた危険検知用人工の鼻センサシステム

に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「プラズモン増強効果を示す量子ドット分散微小球のゾ

ル－ゲル法を駆使した作製と評価」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「光トラップ場の時空間構造の動的制御による3次元マ

イクロ操作の研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「多孔性無機陰イオン交換体の細孔制御及び過塩素酸イ

オンの選択的捕捉技術に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「単一銀ナノ粒子2量体と単一色素分子で構成された電

磁気学的強結合系の実証」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「海藻生長促進微生物群集の解明及び海藻と微生物共存

系による水圏環境浄化に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「抗マラリア薬スクリーニングを見据えた迅速マラリア

原虫検出手法の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「血中循環がん細胞の検出を目指した細胞チップデバイ

スの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「多孔質電極の熱力学」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「カーボンナノチューブを用いた高分子アクチュエータ

の高機能化」 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「空中駆動可能なナノカーボン・高分子アクチュエータ

の開発と応答メカニズム解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「不溶性セルロース分解をめざした耐熱性人工酵素創製

に関する基盤研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「色覚バリアフリー照明の設計に関するシミュレーショ

ンの研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「好塩、好アルカリ・ハロモナス菌による化成品原料生

産に向けた極限菌との代謝比較解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「BDNF プロドメインの新しい生理作用に関する構造

生物学と神経生理学の融合研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「Wnt/Ror2シグナルと細胞応答、組織形成機構の解

析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「神経活動履歴に伴う受容体輸送制御における Rab エ

フェクター分子の役割」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「細胞操作技術を目指したケージドペプチドの合成」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「因果推論が多感覚統合プロセスに及ぼす影響の検討」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（基盤研究 C） 

「ムチン型糖蛋白質による微絨毛形成機構と細胞接着に

およぼす機能の解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 A） 

「精神疲労の客観的評価手法の確立と精神的健康の増

進」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 A） 

「脳磁界計測を用いた音環境の動的評価メカニズムの解

明に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「二量化、クラスタ構成、および膜受容体細胞内輸送に

関する単一分子蛍光の研究」 
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文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「オンサイト遺伝子迅速検知用集積化マイクロチップの

開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「新規育種技術による糖鎖改変酵母を利用した糖鎖機能

の解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「マイクロチップ基板を用いた歯周病迅速診断デバイス

の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「カーボンナノチューブを利用した生体内発電素子の開

発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「脂質酸化物を標的としたメタボリックシンドロームに

おける抗酸化食品因子の機能評価」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「抗癌剤の薬効評価のための癌微小環境を模倣した擬似

癌組織の構築」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「マイクロウェルによる微小分割を用いた細胞単離に基

づく一細胞 PCR 用ディスクの開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「マウス及びヒト iPS 細胞を用いた神経分化誘導での

神経栄養因子 BDNF の機能解析」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（若手研究 B） 

「行動生理計測に基づく抑うつ状態評価改善技術の開

発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究） 

「ソフト界面で修飾されたプラズモニックチップ上の高

感度蛍光バイオセンシング」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究） 

「メダカの発生過程におけるリンパ管と神経の相互作用

の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

「酸化ストレスによって惹起される体内時計の乱れと睡

眠障害発症過程の解明」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

「精製リプログラミング因子による piPS 細胞樹立効率

化」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究） 

「ダウン症モデル Ts65Dn マウス中枢神経障害発症機序

に関わる酸化修飾蛋白質の探索」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（研究活動スタート支

援）「光の波長による日中覚醒作用の心理的・神経生理

的評価に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（特別研究員奨励費） 

「細胞機能を可視化する新奇な超分子ナノ材料の光創

製」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（特別研究員奨励費） 

「蝸牛遅延を考慮した聴覚末梢系情報処理メカニズム解

明及び情報処理技術への応用」 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金「Bridge to 
Decision を目的とした超小型補助循環システム並びに

頭蓋内・心血管治療用の新規多孔化薄膜カバードステン

トに関する医師主導型治験及び実用化研究」 

 

厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金「重症低ホスフ

ァターゼ症に対する骨髄移植併用同種間葉系幹細胞移

植」 

 

環境省 環境研究総合推進費「ハロモナス菌による木材

から3－ヒドロキシ酪酸等の生産技術開発に関する研

究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 最先端・次世代研究開発

支援プログラム「骨導超音波知覚の解明に基づく最重度

難聴者用の新型補聴器の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 平

成24年度産業技術研究助成事業「ヒト型糖鎖を均一に有

する組換え糖タンパク質を高効率に生産する代替宿主と

しての酵母株の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 平

成24年度産業技術研究助成事業「DNA 伸長合成反応の

リアルタイム1分子検出による高速 DNA1分子シーケン

ス技術の研究開発」 

 

発 表：誌上発表229件、口頭発表360件、その他63件 

--------------------------------------------------------------------------- 
生体ナノ計測研究グループ 

（Nano-bioanalysis Research Group） 
研究グループ長：村瀬 至生 
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（四国センター） 

概 要：  

 当研究グループでは、光を使って生体関連分子や細

胞をイメージングまたは操作することを通して、疾病

の予知・診断技術を開発することを目指している。光

としては、蛍光、ラマン散乱、レイリー散乱などや、

また、光の圧力を利用する。 

蛍光を利用する場合は、量子ドットをペプチドに結

合し、そのペプチドの動きを一分子のレベルでイメー

ジングすることで生体内での機能を解析する。また、

蛍光標識した生体分子の細胞間および細胞内での動き

を観察し、細胞の増殖、成長の過程を観察する。さら

に、量子ドットなどの蛍光性物質が近接した場合に蛍

光消光が起きることを利用して、DNA の折り畳みと

伸長の過程を調べる。また、蛍光性 DNA ポリメラー

ゼを用いた、1分子レベルでのシークエンス技術を開

発している。 

 ラマン散乱は、分子の識別能力が高いが、感度が低

い。そこで、金属ナノ粒子と併用して、表面増強ラマ

ン散乱によって、特定の生体分子を検出する。増強機

構を解明することで、超高感度での検出を目指してい

る。他に、金属ナノ粒子のプラズモン共鳴散乱光を利

用して、光退色しないイメージング技術を開発する。 

 光の圧力を利用することで、多種類の細胞をソーテ

ィングし、回収再利用する。そのためのマイクロ流体

チップを作製している。光の圧力を利用した微小なピ

ンセットを用いることで、細胞などを捕捉、移動させ

る技術も開発している。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

バイオデバイス研究グループ 

（Biodevice Research Group） 
研究グループ長：片岡 正俊（兼務） 

（四国センター） 

概 要： 

 疾患予知診断デバイスの開発を目的として、精密微

細加工やインクジェット法による抗体固定化、紙基材

を用いた新規バイオデバイスの研究開発を行っている。

具体的には「極微量の血液から各種バイオマーカーを

数分以内で解析できるデバイス」や「オンサイトで遺

伝子を迅速検知できるデイバス」などが挙げられる。

これらは、微細加工技術により作製された樹脂基板や

紙フィルム素材上のマイクロ流路に、インクジェット

法を用いて抗体を固定化しており、表面処理ならびに

着滴領域制御等を付加することによって、簡便・安

価・極低濃度にマーカーを定量検出できる技術開発に

取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

 

健康リスク削減技術研究グループ 

（Health Hazards Reduction Research Group） 
研究グループ長：苑田 晃成 

（四国センター） 

概 要： 

 ヒトの健康を維持・管理する一つの方法は、身近な

生活環境中に存在する健康リスク要因を測定・除去・

無害化し、人体内でのそれらの相互作用を阻止するこ

とである。従って、水、大気等媒体中に存在する微量

でも有害な健康リスク要因となる物質（イオン、分子、

微生物等）を安全かつ効果的に除去・無害化する基盤

技術を化学的・物理的手法を用いて開発する。更に、

これらの技術と自然浄化機能を活用する生物学的手法

も統合した浄化システムを提案する。東日本大震災に

伴う福島原発事故を受け、放射性セシウム除去剤の検

討を行った。H24年度の主な成果は以下の通りである。 

1) 放射性セシウム除去用の吸着剤として、バーネサ

イトについて検討し、アルカリ性での高い吸着容量

および吸脱着反応を利用し、セシウムを減容化でき

ることを明らかにした。 

2) 簡便にヒ素濃度を計測するため、FET 型イオン

電極上にヒ素吸着剤を複合化し、ヒ素センサを試作

したが、排水基準値（100ppb）付近を再現性良く、

応答するものは得られなかった。新規発色性ポリマ

ー法を用いることで、目的濃度のヒ素を半定量する

ことに成功した。 

3) 鉄系酸化物から新規細孔構造を有するイオン交換

体の合成は困難であったが、粘土系複合材料を用い

て、過塩素酸イオンを選択的に除去できる材料の開

発に成功した。 

4) 自然浄化機能を有する海藻と各種微生物との共存

培養を行い、海藻生長促進に有効な共存系選抜を実

施し、単離した海藻付着微生物の中から海藻生長促

進に有効な微生物を2種類選抜できた。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

生体機能制御研究グループ 

（Biofunctional Regulation Research Group） 
研究グループ長：中島 芳浩 

（四国センター） 

概 要：  

 当研究グループは、生体リズムや免疫応答などの生

体メカニズムを、独自に開発した発光レポーター技術

を用いて可視化・解析するとともに、高機能化した有

用タンパク質、あるいは食品機能性因子により生体機

能を制御するための技術開発を行う。 

 具体的には、以下の3つの主要テーマを推進してい

る。①生物発光技術と人工染色体技術を融合した次世

代レポータージーンテクノロジーの開発とそれらを用

いた生体リズム、免疫応答および化学物質毒性機構の
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解析、②ヒト型複合糖鎖を有するタンパク質医薬品生

産のための酵母の開発、③フラボノイド、糖脂質、ポ

リフェノール等の食品機能性因子による免疫抑制、生

体リズム調整、糖尿病予防効果の解析とスクリーニン

グシステムの構築。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

バイオマーカー解析研究グループ 

（Biomarker Analysis Research Group） 
研究グループ長：片岡 正俊 

（四国センター） 

概 要： 

 マイクロ化学チップを中心としたバイオナノデバイ

スを用いて、生活習慣病や感染症を対象に Point of 
Care Testing への応用が可能なデバイス構築を行っ

ている。糖尿病発症の主要因と考えられ内臓脂肪の蓄

積によるインスリン抵抗性に深く関与する TNF-α、
IL-6、アディポネクチン、インスリンやレプチンなど

複数のアディポカインを対象にマイクロチップに形成

したマイクロ流路上でサンドイッチ ELISA 法を構築

することで、正確・迅速・省サンプルな血中バイオマ

ーカー測定系を構築した。さらに、TNF-αと IL-6に
ついては一枚のマイクロチップ上での同一検出が可能

なマルチ検出系を構築している。細胞チップを用いた

マラリア診断チップおよび循環がん細胞診断チップを

開発しており、これら診断チップのヒト実サンプルで

の有用性を検討している。また、効果的な細胞染色法、

マイクロチャンバーからの細胞回収と遺伝子解析法を

確立することで、より高精度な臨床診断デバイスの開

発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

ストレスシグナル研究グループ 

（Stress Signal Research Group） 
研究グループ長：萩原 義久 

（関西センター池田） 

概 要： 

 ストレスシグナル研究グループでは様々な環境に対

して生命が対応する中で表れる変化、すなわちストレ

スシグナルを研究対象とする。ストレスシグナルは複

雑、精緻な生命機能により発するものであり、その機

構の根源的理解に基づく工学的研究を展開するために

は、分子、細胞、個体レベルの実験を進めるとともに、

ストレスシグナルを計測し、さらにはこれを利用する

技術を開発する必要がある。当該グループには、ライ

フサイエンス実験技術及び材料、機器開発技術につい

ての高度な技術蓄積があり、これらの強みを複合的に

組み合わせ、ストレスシグナルについての本格研究を

展開する。その研究成果により健康な生活の実現に寄

与する健康工学研究領域の確立と新たな健康関連産業

創出に貢献することを目標とする。この目標に向かい、

H24年度は1）ストレスシグナルを指標とした健康状

態計測技術の開発として『イムノアッセイ用ディスク

型微小流体デバイスの実用化を目指した研究開発』

『酸化ストレスを指標とした精神疲労の客観的評価法

の検討』『酸化ストレスマーカーによる疾患早期診断

技術の開発』、2）バイオマーカー計測評価バイオチッ

プの開発として『セグメントフローPCR を用いた遺

伝子検知用微小流体システムの開発』、3）新規ナノ機

能性材料のストレス研究分野への応用として『アルパ

カ由来シングルドメイン抗体作製技術の開発』『細胞

を利用したバイオアッセイシステムの開発』『炭素系

ナノ粒子の新規応用技術の開発』を中心に行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５ 

 

人工細胞研究グループ 

（Artificial Cell Research Group） 
研究グループ長：安積 欣志 

（関西センター池田） 

概 要： 

 身体的ハンディを克服・支援する機器・技術等の開

発において、生物と同じ様な、環境変化に対する物性

変化をする特性をもち、しかもソフトで軽量な人工材

料（刺激応答材料）を開発することは重要である。こ

れらは、臓器、組織等の機能回復のためのリハビリテ

ーションデバイスの開発等で、また、介護ロボット、

手術デバイス等の支援機器の開発で、いずれも、人体

に直接接する機器、デバイスの開発において刺激応答

材料の役割があると考えられる。以上の視点に立ち、

外部環境の変化に自律的に応答する耐久性のある高分

子材料の創製を行うことにより、「人間の心身活動能

力を補い社会参画を支援するためのインターフェース

等の技術開発」を行うことを目標とする。具体的には、

これまでの我々の研究実績をふまえ、人工筋肉材料の

研究と、それをベースとした医療・福祉機器デバイス

の開発を進める。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

生体分子創製研究グループ 

（Biomolecule Design Research Group） 
研究グループ長：上垣 浩一 

（関西センター池田） 

概 要： 

 健康創薬技術開発に利用可能な“生体分子を知り、

操り、機能性材料を創製する”と言う視点から生体分

子の機能構造基盤の解明や機能改変技術の開発、バイ

オプロセスとケミカルプロセスを融合することで得ら

れるバイオ材料の創製と再生医療への展開を目標とす

る。当該グループでは以下の主要なテーマを推進して
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いる。分子設計により、親水性、柔軟性、生分解性な

どの物性を制御した高分子材料の開発と生体または細

胞に対する適合性評価法の開発。抗酸化蛋白質・代謝

系酵素・転写因子等の健康創薬支援技術開発に有用な

タンパク質を題材にして物性・構造・機能の解明への

取り組みと安定性・溶解性・機能の改良を試み新規高

機能蛋白質・産業用酵素の設計・開発を行う。本年度

は①高分子材料の生体適合性材料への応用を目指すた

め分岐構造を持つポリアミド類の合成法の開発、 ②

ポリアミド４を生体材料として利用するため、その生

体内での安全性・生分解性を評価、③吸着ドメインを

利用した人工耐熱性セルラーゼの分解活性の向上、④

抗酸化蛋白質、代謝系酵素等の蛋白質の発現・物性・

構造・機能解析、などの研究開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４ 

 

先端融合テーマ研究グループ 

（Advanced Health Research Group） 
研究グループ長：茂里 康（兼務） 

（関西センター池田） 

概 要： 

各種計測技術開発（蛍光性ナノ粒子開発、電子顕微

鏡を用いた各種タンパク質等のナノ計測開発、照明技

術の応用に関する研究、分子シミュレーションを用い

た生体模倣材料研究）を行った。また、好塩菌を用い

たバイオプラスチック生産、蛍光性ナノ粒子の毒性評

価等を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

バイオインターフェース研究グループ 

（Biointerface Research Group） 
研究グループ長：小島 正己 

（関西センター池田） 

概 要：  

 うつ病を含む難治疾患に対する診断治療技術の開発

はバイオ産業の重要課題である。バイオインターフェ

ース研究グループはその生体情報が統御するバイオシ

ステムの解明と工学を越える新バイオ技術を創成し、

より一層の健康を身近にすべき技術開発を目指す。本

研究グループは、低密度培養神経細胞や iPS 細胞な

どからの人工神経細胞作製技術、単一神経細胞・単一

シナプスの機能解析技術、レーザー操作技術、高感度

蛍光観察のためのサブ波長周期構造チップ技術などの

工学技術を生物がもつ多様性と複雑な仕組みに対して

挑戦的にアプローチし、新しい知的情報処理を提案す

る神経工学、組織再生工学に基づいた機能再生技術、

有用モデル脊椎動物の産業応用化、うつ病をはじめと

する疾患に対する迅速高感度診断チップの作成などラ

イフサイエンスの次世代技術の開発を推進する。将来

は、健康脳を目指した新しい脳科学技術の開発と診断

応用、新生物の創成によるより一層の創薬研究への貢

献、人口神経細胞など身体機能を代替する新技術の開

発などの実現が期待される。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

くらし情報工学研究グループ 

（Living Informatics Research Group） 
研究グループ長：達 吉郎 

（関西センター池田） 

概 要： 

 安全で安心できる健康的な生活を実現するためには、

不規則で多様化している生活そのものを理解して、生

活者の身体適応能力や知覚・認知能力を維持・改善す

る生活空間の創出、あるいは QOL を高めるための生

活サポート技術の開発が必要になっている。 

とくに、日常生活を対象に生活者の行動・生理応答

や知覚・認知応答を計測する技術の開発、得られた生

活情報から生活者の状態を評価・理解する技術の開発、

生活者の状態理解に基づいた人間に適したサポートを

提供する技術の開発と標準化を行う。 

 同時に、疾病等で低下した知覚・認知機能を高い精

度で計測・評価し、適切な診断や効果的なリハビリテ

ーションを実現することが重要である。そこで、人間

が持つ共通基盤的な特性であるヒトの五感（聴覚、視

覚、嗅覚、味覚、体性感覚）のみならず言語・記憶等

の高次機能に関わる機能メカニズムの解明を脳磁界計

測、脳波計測、VR を用いた心理物理実験などの非侵

襲的手法によって進めるとともに、脳機能の高度診断

技術・障害補償技術および快適環境設計技術の開発を

行う。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 

 

組織・再生工学研究グループ 

（Tissue Engineering Research Group） 
研究グループ長：弓場 俊輔 

（関西センター尼崎） 

概 要： 

 これまで実施した100症例もの臨床研究の中で有害

事象が全く認められなかった安全な間葉系幹細胞を用

いて、現在、小児遺伝性疾患に対する臨床研究を進め

ている。治療中の症例において既に幹細胞治療の顕著

な有効性を確認したところであるが、一方で間葉系幹

細胞の増殖・分化能を超える iPS 細胞を用いた新規

細胞治療の基盤技術も開発している。さらにこうした

再生医療用細胞を製造する施設として、従来のセルプ

ロセッシングセンターに代替しうる新規製造システム

も企業と共同開発中である。その他、薬物送達システ

ムの開発にも繋がる、微絨毛等の細胞表面微細構造の

形態形成機構解明、そして、高分解能 in vivo イメー
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ジングに適した新しい実験動物としてメダカを利用し

て、リンパ管新生機構の解析、疾患モデルの開発も行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

細胞分子機能研究グループ 

（Functional Biomolecular Research Group） 
研究グループ長：佐藤 孝明 

（関西センター尼崎、池田） 

概 要： 

 蛋白質は細胞の多彩な機能を支える最も重要な分子

であり、蛋白質の諸性質を明らかにすることは、細胞

を分子レベルで理解し、細胞機能計測・操作技術をボ

トムアップ的に構築する上で極めて重要である。そこ

で「健康長寿の達成と質の高い生活の実現」に必要と

思われる細胞機能の分子論的理解を蛋白質の立体構造

－分子機能相関の解明によって促進し、その仕組みに

基づく新しい細胞機能計測・操作技術、細胞利用技術

の開発を、新規発光・蛍光プローブ開発、機能発現系

構築・センサ化、モデル動物作出、分子動態モデル化

などについて推進する。また、内外との連携による研

究加速を図る。本年度は、1) 代謝系酵素1種を追加し

合計3種の物性・構造・機能解析の推進、2) BAF を

用いた発光・蛍光プローブの固層化とセンサープロー

ブの基盤技術開発、3) 個体用発光イメージングプロ

ーブの改良・最適化と細胞状態モニター用プローブの

試作、4) 病態モデル(組換え)メダカの作製と運動能

評価系による病態評価データ収集および回復期の細胞

動態解析、5) 嗅覚センサの基盤技術開発のための嗅

覚受容体安定発現細胞の試作と受容体・G 蛋白質相

互作用部位の解析のための応答評価およびマウス匂い

検知・識別能データの収集、6）電顕単粒子解析法の

改良、7）好熱菌遺伝子操作実験・評価系の基盤技術

開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］バイオマーカーの機能解析・同定とそ

の検知デバイス技術開発 

［研究代表者］脇田 慎一（総括研究主幹） 

［研究担当者］生体ナノ計測研究グループ 

 村瀬 至生、福岡 聡、大槻 荘一（兼

務）、田中 芳夫、 

Biju Vasudevan Pillai、伊藤 民武 

（常勤職員6名、他5名） 

バイオデバイス研究グループ 

片岡 正俊（兼務）、田中 正人、 

渕脇 雄介 
（常勤職員3名、他2名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、田中 喜秀、永井 秀典、

山添 泰宗、都 英次郎、七里 元督、

赤澤 陽子、脇田 慎一（兼務） 

（常勤職員8名、他6名） 

バイオマーカー解析研究グループ 

片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平 

（常勤職員3名、他3名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、田和 圭子、清末 和之、

細川 千絵、北畠 真子、大石 勲 

（常勤職員6名、他8名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

健康状態や未病状態を科学的に評価することが可能な

バイオマーカーを生体における機能を解明することによ

って同定する。さらにそれらのマーカーや既存のマーカ

ーを迅速、簡便に測定することが可能なデバイスの開発

を行う。 

1) マルチマーカー候補の選定と産総研ベストチップ・

検出システムの開発 

  脂質酸化ストレスマーカー、アディポカイン等の独

自のバイオマーカー群が糖尿病の早期診断に有用であ

るか、56例の経口糖負荷臨床試験を行い、データの統

計解析結果、有望な早期診断マルチマーカー候補が得

られた。極微量の血液で TNF-αや IL-6を pg/mL の

極低濃度から既存 ELISA キット比で1/6の反応時間

で定量できるマイクロ流体デバイスを用いて同時複数

マーカー検出を実現した。さらに、産総研技術を集約

した産総研ベストチップを研究開発し、プラズモン高

感度検出プロトタイプ検出装置を作製した。 

2) 酸化ストレスバイオマーカーの探索・解析・評価・

検証 

酸化ストレスバイオマーカーの有用性検証を進めて

いる。その中でダウン症での酸化ストレスバイオマー

カーの適用の可否を検討するために、まずモデルマウ

スで、酸化ストレスが顕著に更新していること、及び

その緩和にビタミン E が有効であることを見出した。

また有望な酸化ストレスバイオマーカーであるリノー

ル酸酸化物の免疫化学的測定手段を開発した。 

3) 唾液ストレス計測デバイスの産業技術化と唾液マー

カー候補の実証研究 

遠心力送液型ラボ CD の実用化を、企業との共同研

究で行い、試作した唾液タンパク定量用のプロト装置

を CEATEC 展示会等に出展し、産業技術化を着実に

進めた。また、大学との共同研究で、尿中腎疾患マー

カーの全自動酵素アッセイ用また細胞中の発現遺伝子

検査用のラボ CD を開発した。さらに、新型デバイス

設計研究や迅速化技術の開発により30分での高感度迅

速サンドイッチ ELISA を達成した。超小型 FET セ

ンサによる電子体温計型プロトチェッカを試作し、大

型操船シミュレータを利用した緊張ストレス被験者実
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証研究に着手し、全唾液試料のその場計測に関する検

討を行った。 

4) 脳疾患関連バイオマーカーの同定と機序解明 

開発した抗うつ薬抵抗性うつ病モデルマウスの研究

から、うつ病バイオマーカー候補 proBDNF と血中ス

トレスマーカーコルチコイドの量的相関、ヒトうつ病

脳でも観察されている海馬体積の減少などを見出した。

preclinical な研究から、少なくとも3種のバイオマー

カー候補（BDNF, proBDNF, BDNF pro-peptide）の

病態との連動性を見出し、単離飼育ストレスモデルを

用いた研究などからうつ様症状との量的連動性を見出

した。proBDNF は海馬神経細胞のスパインの不安定

化および退縮を促進すること、proBDNF 高発現マウ

スはスパイン幅を減少することも見出した。 

5) 表面増強ラマン散乱（SERS）等を用いた細胞解析

技術 

表面増強ラマン散乱（SERS）は、金属粒子表面の

分子を単一レベルで非標識検出・同定できる手法であ

る。しかし、スペクトル形状や強度が不安定なことが、

実用化や汎用化の妨げになっている。そこで理論計算

と実験の比較によって、金属粒子表面に配置された分

子の位置のサブ nm 程度の揺らぎがこの不安定性の原

因であることを見出した。一方で、SERS を用いた生

体分子検出の研究に着手し、酵母菌表面に細胞周期に

依存して現れるタンパク質を、酵素法などを援用する

ことで同定した。また、試料作製法の工夫も進め、金

属粒子が付かないとされていたピロリ菌表面に、光還

元法によって金属ナノ粒子を析出させることにより、

SERS イメージングに成功した。 

6) 一分子 DNA 解析技術の基盤研究 

マイクロ流体チップを用いて、DNA1分子のイメー

ジング法およびシークエンス法を開発している。この

チップを用いると、ゲノムサイズの DNA（数µm か

ら数 mm）を真っ直ぐに伸長させることができる。

この技術を用いて、まずはイメージング法によって

DNA 凝縮機構の解明、モデル化を行った。DNA 凝

縮は、遺伝子発現の調節や遺伝子導入などの機能発現

に直接かかわる重要な形態変化である。次にシークエ

ンス法へ適応し、DNA ポリメラーゼを独自に見出し

て、当該酵素の発現・精製手法を確立することで、

DNA1分子を30秒間隔で30塩基程度まで読み取った。

ゲノムサイズ DNA のシークエンスに向けて、さらに

研究を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオマーカー、酸化ストレスマーカー、

表面増強ラマン散乱、1分子シーケンス、

マイクロ流体デバイス、バイオセンサー 

 

［テーマ題目２］健康リスク計測・評価とリスクモニタ

リング技術の開発 

［研究代表者］吉田 康一（研究部門長） 

［研究担当者］健康リスク削減技術研究グループ 

苑田 晃成、小比賀 秀樹、垣田 浩孝、

槇田 洋二 

（常勤職員4名、他4名） 

バイオマーカー解析研究グループ 

片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平 

（常勤職員3名、他3名） 

バイオデバイス研究グループ 

片岡 正俊（兼務）、田中 正人、 

渕脇 雄介 
（常勤職員3名、他2名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、田中 喜秀、永井 秀典、

山添 泰宗、都 英次郎、七里 元督、

赤澤 陽子、脇田 慎一（兼務） 

（常勤職員8名、他6名） 

生体機能制御研究グループ 

中島 芳浩、安部 博子、室冨 和俊 

（常勤職員3名、他3名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 身体内部あるいは環境に存在する健康阻害因子を高精

度に計測・評価し、因子そのもの、あるいは健康への影

響を効果的に低減するための技術を開発する。 

1) 細胞チップを用いた病原性原虫感染症の超早期診断

技術の開発 

 人類にとって非常に深刻な寄生虫感染病であるマラ

リアについて、その感染をいち早く迅速・簡便に診断

することが可能な細胞チップをもちいた技術を確立。

（計測に要する時間15分間でマラリア感染率0.0001%
以下を検出する技術は世界トップレベル）。細胞チッ

プをマラリア診断に応用することで、ゴールドスタン

ダードであるギムザ染色による光学顕微鏡法の100倍

の超高感度に、操作時間15分で100万個に1個のマラリ

ア原虫感染赤血球の超高感度検出法を構築した。これ

を用いることで、発症前診断が可能になる。さらにこ

の検出技術を基盤として、がん原発巣から脈管浸潤を

介して遠隔臓器に転移する際に見られる循環がん細胞

（CTC）の検出チップの開発を行った。複数種類の

抗体染色を可能とすることで、従来法と比較してより

正確に CTC 検出が可能になった。開発した細胞チッ

プ技術を基盤としてマラリア診断及び CTC 検出の双

方で、企業と資金提供型共同研究を展開しておりそれ

ぞれ製品化を目指している。 

2) 細菌やウイルスの超迅速検知を可能とする遺伝子

増幅装置の開発 

様々な現場で病原性微生物を迅速に検知すること

を目的に、遺伝子を高速に検知可能な可搬型の小型

遺伝子増幅装置を開発した。発症する最小濃度の病
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原性微生物から毒素遺伝子を5分以内に定量でき、

将来、高病原性インフルエンザや口蹄疫等のパンデ

ミック発生現場にて求められる確定検査やリスク評

価を迅速に実施可能なツールとしてベンチャー事業

化を推進している。 

3) 生活環境水中のイオン一斉分離計測デバイスの研究

開発 

現場で無機イオンを迅速に定量することを目的に、

非接触型電気伝導度検出（C4D）センサを採用した可

搬型キャピラリー電気泳動システムや電気泳動型チッ

プ方式を開発した。泳動条件の基礎的な検討を行った

ところ、キャピラリー電気泳動システムでは、約90秒

で6種類の無機陰イオンの一斉分離を達成した。さら

なる迅速化を目指して開発した電気泳動型チップでは、

分離能に課題を残しているが、電荷の異なる Cl-, 
SO4

2-, HPO4
2-の40秒分離を達成した。 

4) 臭素酸イオン除去剤の開発 

  水道水の塩素系処理剤には微量の臭素酸イオンが含

まれる。臭素酸イオンは微量でも有害なイオンとして、

水道水基準では、0.01mg/L 以下と厳しく規制されて

いる。水道水から身体に取り込む恐れのある臭素酸イ

オンを基準値以下まで低減できる材料を開発した。こ

のような材料として、有機アンモニウム塩と粘土鉱物

の複合体、焼成した層状複水酸化物や還元作用を発現

する Fe(II)-Al(III)系層状複水酸化物などメカニズム

の異なる4種類の臭素酸イオン除去剤について有効性

を明らかにした。 

5) 新規リン酸イオン高選択捕捉剤の開発 

リン酸イオンに世界最高の高選択性を示す Zr-Mg-
Al 系および Zr-Mg-Fe 系複合体を開発した。これら

は Zr（Ⅳ）酸化物超微粒子と層状複水酸化物からな

るナノ複合体であることを X 線吸収分光法および電

子顕微鏡観察で明らかにした。亜リン酸イオンと次亜

リン酸イオンの分離試験も行った。今後高リン血症等

への応用が期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］健康リスク削減、カーボンナノチューブ、

臭素酸イオン除去、リン酸イオン高選択

捕捉、生体影響評価、マラリア診断、循

環がん細胞、分離計測デバイス、酵母開

発技術 

 

［テーマ題目３］組織・細胞の機能の再生・代替技術の

開発 

［研究代表者］達 吉郎（副研究部門長） 

［研究担当者］組織・再生工学研究グループ 

弓場 俊輔、立花 宏一、出口 友則 

（常勤職員3名、他10名） 

人工細胞研究グループ 

安積 欣志、清原 健司、杉野 卓司、

寺澤 直弘、中村 真里 

（常勤職員5名、他3名） 

生体分子創製研究グループ 

上垣 浩一、中村 努、中山 敦好、 

山野 尚子、川崎 典起 

（常勤職員5名、他4名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、田和 圭子、清末 和之、

細川 千絵、北畠 真子、大石 勲 

（常勤職員6名、他8名） 

くらし情報工学研究グループ 

達 吉郎（兼務）、中川 誠司、 

渡邊 洋、吉野 公三、添田 喜治 

（常勤職員5名、他12名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療の早期実用化を目指して細胞の分化誘導技術

や組織形成技術の開発を目指す。一方で、環境変化に自

律的に応答する材料の開発を行って細胞、組織の代替技

術の確立を目指す。 

1) 再生医療支援技術 

他家 MSC 移植の臨床研究において、ドナーへの負

担を無くすため、凍結保存細胞の移植を目指し、同細

胞の安全性を検討し、解凍後の細胞生存率と増殖率に

おいて実験用凍結保護剤との差異が無かったことから、

既存臨床用凍結保護剤を用いた凍結 MSC の移植実現

へ前進した。臨床研究の有効性を検証するため、疾患

モデル動物を用いた治療実験において細胞移植の効果

を検討し、疾患モデルの ALP ホモマウス維持が困難

なことから、血清 ALP 値が野生型の半分であるヘテ

ロマウスへの細胞移植を行うとともに、レンチウイル

スベクターで赤色蛍光タンパク質遺伝子を導入し、移

植 MSC の検出を容易にした。再生医療製品製造用除

染接続装置の装置プロトタイプの安全性の評価も行い、

最終製品の仕様を定め、接続装置の試作機の評価を終

え、その規格についてヒューマンライフテクノロジー

研究部門と連携して ISO TC198/WG9へ提案した。 

2) 組織適合性材料の開発 

生体材料として応用の可能性が期待されるポリアミ

ド4の物性改善について検討した。具体的には柔軟性

を付与するためのポリオレフィンとの各種ブロックポ

リマーの物性評価とその効率的な合成方法を開発した。

また、機能性を付与するためのメチロール側鎖の導入

法を開発した。ポリアミド4の原料をグルタミン酸か

ら簡便に合成する方法の開発も行った。 

3) トランスジェニックニワトリ 

 ガンマ線照射により内在性始原生殖細胞を選択的に

除去し、移植組換え始原生殖細胞が80%以上の極めて

高いキメラ率を有する生殖巣キメラヒヨコ作成法を開

発した。その後半年かけて性成熟した個体では精液中
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に組換え遺伝子を認め、ガンマ線非照射時に比較して

8倍以上の改善を認めた。更に、将来の実用化に不可

欠と考えられるニワトリ始原生殖細胞の染色体外に外

来遺伝子を安定的に存在させる人工染色体導入技術を

開発した。 

4) 細胞機能再生用レーザー光技術の開発 

光治療技術への応用のため、神経細胞の局所操作技

術の開発を行った。光ピンセットによる細胞内分子集

合操作の蛍光解析を行い、レーザー集光領域に量子ド

ットで標識した細胞接着分子が複数個捕捉され、レー

ザー光強度の増大に伴い分子集合体の運動が束縛され

る機構を明らかにした。また、レーザー顕微鏡に細胞

外電位計測システムを組み込み、集光フェムト秒レー

ザーにより単一神経細胞の刺激が可能であることを実

証した。 

5) 高分子アクチュエータの高性能化 

カーボンファイバー柔軟性電極からなるアクチュエ

ータの実用化研究を企業と共同で開始した。アクチュ

エータ性能を伸縮率5%へ向上させる為、産総研で開

発されたスーパーグロースカーボンナノチューブを用

い、ポリマー、イオン液体との分散技術を改良した。

また、電荷移動錯体を電極層に添加することで、アク

チュエータの実用的課題である DC 通電時の長期耐久

性が改良できることを見出した。 

6) 高分子アクチュエータの駆動モデルの確立 

イオン存在下多孔性電極のモンテカルロシミュレ

ーションに関して、電圧印加時における多孔性電極

のミクロな応力発生と、孔径とイオン径の関係、媒

体の誘電率、加えた印加電圧との関係を明らかにし

た。カーボンナノチューブ電極の高速電気応答につ

いて、さらに、本年度は異なる形状である、糸状の

カーボンナノチューブを作製し、電解液中での応答

を調べた。フィルムと同様の変形応答を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、iPS 細胞、脳機能改善・治療、

レーザー治療、高分子アクチュエータ 

 

［テーマ題目４］細胞機能計測・操作技術の開発 

［研究代表者］茂里 康（総括研究主幹） 

［研究担当者］先端融合テーマ研究グループ 

茂里 康（兼務）、川崎 一則、 

安藤 昌儀、田村 繁治、河田 悦和、

篠田 渉 

（常勤職員6名、他6名） 

細胞分子機能研究グループ 

佐藤 孝明、藤田 篤、上野 豊、川﨑 

隆史、星野 英人、峯 昇平、呉 純 

（常勤職員7名、他3名） 

生体分子創製研究グループ 

上垣 浩一、中村 努、中山 敦好、 

山野 尚子、川崎 典起 

（常勤職員5名、他4名） 

バイオインターフェース研究グループ 

小島 正己、田和 圭子、清末 和之、

細川 千絵、北畠 真子、大石 勲 

（常勤職員6名、他8名） 

生体ナノ計測研究グループ 

 村瀬 至生、福岡 聡、大槻 荘一（兼

務）、田中 芳夫、 

Biju Vasudevan Pillai、伊藤 民武 

（常勤職員6名、他5名） 

生体機能制御研究グループ 

中島 芳浩、安部 博子、室冨 和俊 

（常勤職員3名、他3名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 遺伝子、細胞、情報、ナノテクノロジーなどの研究を

統合し、健康・医療に関わる知的・技術基盤の形成と応

用技術の創出を目指す。 

1) 産業利用を目指した有用蛋白質の構造機能解析 

細胞機能の産業利用を目指し、超耐熱性酵素利用法

の研究、超好熱性細菌のタンパク質をモデルとして、

細胞の応答性を変化させる抗酸化機能を担う蛋白質の

研究を実施している。 

2) バイオマーカーとしての新規光生体プローブの探索

と検知システムの開発 

個体・組織・細胞において数時間から数週間までマ

ーカー分子の動態をリアルタイムで検知できる光生体

プローブと検知システムに関する開発を進めるととも

に、マーカー分子の定量化に必要な体外での簡易測定

デバイスの構築を行っている。これまでに、高精度な

細胞情報可視化のためのレポーターアッセイ系の開発

と、生体リズム解析への応用を行った。また多色発光

細胞を用いた化学物質毒性評価システムの開発も実施

した。 

3) 新規量子ドットの開発と表面プラズモン励起増強蛍

光法 

ナノテクノロジーや材料合成技術と融合した独自性

の高い生体分子の計測・解析技術の開発やバイオマー

カーや生体分子のメカニズム解明において、細胞内で

の各分子の挙動の検出のための分子認識プローブの開

発を行っており、分子イメージング技術への展開を図

っている。特に、蛍光試薬用の量子ドット分散ガラス

カプセルの開発、市販の量子ドットと蛍光共鳴エネル

ギー転移（FRET）を組み合わせた相互距離測定法、

プラズモニックチップを用いた生体分子測定法（表面

プラズモン励起増強蛍光法）等の開発を行っている。 

4) ヒト型複合糖鎖を有するバイオ医薬品生産のための

酵母の開発 

代替宿主を利用するバイオ医薬品の生産において、
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糖鎖をヒト型に変換する過程がボトルネックとなって

いる。そこで増殖能力の保持とヒト型糖鎖生産可能な

出芽酵母株の確立を目指し研究開発を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオマーカー、高発光型プローブ、多

色発光マウス、ナノテクノロジー、バイ

オマス、BDNF プロドメイン、単一分

子 DNA シークエンシング技術 

 

［テーマ題目５］ヒト生理機能解析技術の開発 

［研究代表者］達 吉郎（副研究部門長） 

［研究担当者］くらし情報工学研究グループ 

達 吉郎（兼務）、中川 誠司、 

渡邊 洋、吉野 公三、添田 喜治 

（常勤職員5名、他12名） 

細胞分子機能研究グループ 

佐藤 孝明、藤田 篤、上野 豊、 

川﨑 隆史、星野 英人、峯 昇平、 

呉 純 

（常勤職員7名、他3名） 

ストレスシグナル研究グループ 

萩原 義久、田中 喜秀、永井 秀典、

山添 泰宗、都 英次郎、七里 元督、

赤澤 陽子、脇田 慎一（兼務） 

（常勤職員8名、他6名） 

（※アンダーラインは主参画グループ） 

［研 究 内 容］ 

 非侵襲脳機能・生理機能計測技術を基盤に、高次脳機

能障害の高度診断技術と聴覚機能障害の補償技術、高臨

場感・快適環境の設計技術および日常健康モニタ技術を

開発する。 

1) 高精度な非侵襲脳機能可視化技術の開発とヒト高次

脳機能可視化への応用 

MEG と fMRI を用いた3次元物体知覚に関する脳

活動の高精度な可視化結果に対して、線形回帰モデル

推定に基づく脳部位間の活動の因果関係解析技術を適

用する実験を行った。これにより、後頭部高次視覚野

と空間処理を担う上頭頂部との間の神経信号の流れを

定量的に評価することが可能であることを、実データ

を用いて示した。 

2) 日常生活中の生理計測技術の開発 

  住宅からの不在時間の長短を判別予測するアルゴリ

ズムのプロトタイプを構築した。歩きお遍路が心身の

健康指標に与える効果を明らかにした。パーキンソン

病患者の REM 睡眠時筋緊張度を定量評価する方法の

プロトタイプを構築した。 

3) 映像の生体安全性 

  映像の生体安全性に関する ISO 活動では、3D 視覚

疲労に関する原案の作成段階まで到達した。また生体

影響実験の結果は2報の英語原著論文にまとめ1報は受

理、他方は1報は要修正である。歩きお遍路の効果に

ついて2回目の FS 調査および解析の指揮を執った。 

4) 聴覚機能の神経基盤解明 

  骨導超音波補聴器の内部信号処理方式に改良を施し、

聴取試験によって調音素性情報伝達特性および音質を

評価した。その結果、新しく導入した信号処理方式に

よって有意な音質改善を確認した。また、それらの知

見を盛り込んだ新しい骨導超音波補聴器の試作器の開

発を開始した。さらに、これまでに獲得した骨導技術

を応用し、耳介骨導方式のメカニズムの解明とスマー

トフォンへの応用開発に取り組み、装用感の向上、伝

音性難聴の補聴などの効果がある可能性を見いだした。

さらに、鉄道車内・駅構内の不快感評価に関して、音

圧レベルに加えて、音を相関解析することで得られる、

音の高さの明瞭度、周波数重心、両耳間相互相関度を

用いることで、より高精度に不快感を予測できること

を明らかにした。 

5) 疾病診断用嗅覚センサの開発 

 嗅覚受容体変異体の機能解析では、G 蛋白質との

推定相互作用部位のアラニンスキャンを行い、2種の

G タンパク質の配列の相違で生じる感度差の原因と

なる部位の絞り込み、発現条件を調べ、応答のばらつ

きを低減させる実験手順を設定し、さらに、安定発現

のためのベクター改良を行った。行動実験では、背側

受容体欠損により感度低下が生じる鏡像異性体ペアが

存在することを確認し、さらに、野生型マウスについ

て混合臭によって主因子に与える影響の相違を見出し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］非侵襲脳機能可視化技術、骨導超音波、

日常生活での生理・心理計測、映像の生

体安全性、嗅覚代替センサ、生理機能モ

デル 

 

⑦【生物プロセス研究部門】 

（Bioproduction Research Institute） 
（存続期間：2010.4～） 

 

研 究部門長：鎌形 洋一 

副研究部門長：湯本 勳、扇谷 悟 

首 席研究員：深津 武馬 

総活研究主幹：町田 雅之、花田 智 

 

所在地：北海道センター、つくば中央第4、 

    つくば中央第6 

人 員：69名（69名） 

経 費：987,914千円（397,125千円） 

 

概 要： 

１．ミッション 
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 バイオプロセスによる高効率な物質生産を目指し

た基礎的・基盤的研究から実用化研究に至るまでの

一貫した研究を行い、化石燃料代替物質、化成品原

料、医薬化学品、有用タンパク質、生物資材など、

物質循環型社会の実現ならびに高品位な物質生産技

術の開発に貢献する。当該目的を達成するために

(1) 微生物・各種生物遺伝子資源の探索ならびに探

索技術の開発、(2) 遺伝子情報を高速で解析し、有

用遺伝子を in silico で探索する技術の開発、(3) 

各種ゲノム・生体分子情報をもとに遺伝子組み換え

植物・微生物・動物などによる有用物質生産技術の

開発、(4) タンパク質・核酸・生体関連化学物質材

料などの開発に取り組む。また新部門は北海道セン

ターとつくばセンターにまたがる部門であり、北海

道センターにおいては、多様な地域連携を行いつつ、

特に次世代アグリバイオテクノロジー研究拠点とし

て地域貢献を果たして行く。 

２．研究の概要 

1) 多様な微生物・生物資源を広く探索するととも

に、それらの機能に着目する研究を展開した。中

でも植物根圏表面に存在する新規な微生物群、メ

タン生成に関わる種々の嫌気性微生物の単離に成

功した。これらの多くはその存在が予言されてい

たものの、微生物としての実体が明らかになって

いなかったものである。共生細菌 Burkholderia
のうち、特定の農薬分解性系統に感染したホソヘ

リカメムシが直ちに農薬耐性を獲得することを明

らかにし，また南西諸島の野外カメムシ集団の一

部において共生細菌により農薬耐性を示すカメム

シの存在を示した。 

2) 様々な分離菌株由来のゲノムやメタゲノムを鋳

型に16S rRNA 遺伝子を PCR クローニングし、

大腸菌の当該遺伝子欠損株に導入した。生育相補

性によりライブラリーをスクリーニングし、大腸

菌16S rRNA と機能相同な遺伝子を選択する系を

確立した。その結果、進化系統分類上の綱（クラ

ス）を超えて、様々な微生物由来の16S rRNA が

機能相補しうることを発見した。 

3) 植物での遺伝子転写制御系に関わる遺伝子群の

同定に成功した。この技術を用いて園芸植物の品

種改良に成功した。 

4) 有用タンパク質の解析ならびに応用の一環とし

て不凍タンパク質に着目し、その機能を明らかに

するとともに、その産業利用を目指した研究を行

った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

・文部科学省 科学研究費補助金「メタンハイドレート

成因解明をめざした生物学的メタン生成とハイドレー

ト形成の再現」 

・文部科学省 科学研究費補助金「深部地下圏を模擬し

た高圧条件下における生物的メタン生成過程の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「陸域地下圏のメタン

フラックスに関与する未知アーキア系統群の発見と新

生物機能の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「昆虫－細菌共生系に

おける遺伝的基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「インジゴ還元槽中の

微生物叢の機能解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「超高速シークエンサ 

ーで切り拓く陸域地下生物圏の多様性とレアバイオス 

フィア」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「未知生育因子／1細

胞探索システム」の構築と未培養微生物の安定培養の

実現 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「コドン頻度を応用し

た新規手法による非組換えワクチンウイスルの作出」 
 
・文部科学省 科学研究費補助金「ハイブリッドゲノム

を用いた難培養細菌ファイトプラズマの培養系の確

立」 
 

・文部科学省 科学研究費補助金「共生細菌による宿主

昆虫の体色変化：隠蔽色に関わる共生の分子基盤の解

明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「宿主昆虫－共生細菌

間相互作用の分子機構の解明とその利用基盤技術の開

発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「社会性アブラムシに

おけるゴール修復行動の分子・細胞・発生基盤の解

明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「トンボの体色変化・

体色多型の分子基盤の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「微生物－昆虫間クロ

ストークの解析による昆虫の適応度上昇メカニズムの

全容解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「メタゲノム遺伝子の

網羅的発現を目指した大腸菌宿主の開発」 
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・文部科学省 科学研究費補助金「根域の環境調節によ

る根菜類の水耕栽培技術の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「作物全般に適用可能

な分岐・矮性化・分化能を制御する転写因子の単離と

その利用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「代謝遺伝子サイレン

シングライブラリ72の構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「生合成マシナリー構

築に向けたロドコッカス属細菌の宿主最適化と遺伝子

ツールの拡充」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「超強力細胞保護ペプ

チド CPP の機能と応用技術に関する研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「オーラシンアルカロ 

イドが示す強い抗菌活性とその利用に向けた研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「電気化学顕微鏡を利 

 用した初代培養細胞の動態解析システムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「生体内の糖化修飾タ

ンパク質を利用した、食事による糖尿病予防効果の評

価法の確立」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「斬新な機能を有する

と予測される、ガラクトシクロデキストリンの合成と

利用研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「高効率薬物代謝アッ

セイのためのミクロソーム電極の創製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「マツノマダラカミキ

リのゲノム上に存在する共生細菌由来遺伝子群の機能

解析」 

 

・部科学省 科学研究費補助金「モデル微生物共生系を

用いた酢酸分解メタン生成機構の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「最も難治性である膵

胆管系癌の早期質的診断ならびに進展度診断のシステ

ム構築」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物におけるアルミ

ニウムおよび酸性ストレス感受性を制御する因子の同

定」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「薬剤フリー環境にお

いて抗生物質耐性能がもたらす微生物間相互作用およ

び群集動態変化」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「複合適応形質進化の

遺伝子基盤解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「光プローブを応用し

た生体イメージング法による画期的術中ライブ診断法

の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「海洋無脊椎動物共生

微生物系のケミカルバイオロジー」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「新規 POCT デバイ

スの創出を目指したマルチプローブ親和電気泳動法の

開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「特異な環構造と強力

な殺虫活性を有するインドールジテルペン類の全合成

と構造活性相関」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「糖尿病の改善効果を

評価するための新規指標物質の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「GPI アンカー型タ

ンパク質の最終目的地を決定するメカニズム」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「高グリコシル化タン

パク質ムチンに関する革新的分析法 SMME の高度化

研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「共生成立の分子基盤

を解く：昆虫－細菌共生系における大規模 RNAi ス

クリーニング」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「翻訳システム改変に

よる人工細胞創成」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「rRNA の置換変異に

よるリボソーム可塑性の研究」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「海洋性油糧微生物由

来のドコサペンタエン酸合成系を導入した出芽酵母の

創製」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「細胞情報伝達に関わ

る蛋白質活性を可視化する発光プローブ分子の開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「「利他行動」を制御

する新規化合物の探索とその作用機構の解明」 
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・文部科学省 科学研究費補助金「合掌造り家屋床下の

焔硝生産遺構に生息する新規微生物が有する未知硝化

経路の解明」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「真菌類における二次

代謝産物を多く産生するテンプレート培養条件の設

計」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「植物細胞壁の酵素分

解におけるキシログルカン分解酵素の作用機構の解明

と利用」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「二次代謝産物生産に

適した糸状菌遺伝子発現システムの開発」 

 

・文部科学省 科学研究費補助金「昆虫共生細菌による

宿主性比操作メカニズムの解明」 

 

・経済産業省  日米エネルギー環境技術研究・標準化協

力事業「脂肪酸など環境低負荷を目的とした炭化水素

系化合物の生産技術の開発に関する研究」 

 

・経済産業省 平成24年度エネルギー使用合理化技術開

発等「密閉型植物工場を活用した遺伝子組換え植物も

のづくり実証研究開発」 

 

・経済産業省 平成24年度工業標準化推進事業委託費

（国際標準共同研究開発事業）「カシミヤ繊維の試験

方法に関する国際標準化」 

 

・経済産業省その他 平成24年度戦略的基盤技術高度化

支援事業「高いユーザビリティを低コストで達成する

革新的な多機能型細胞アッセイ装置の開発」 

 

・厚生労働省 平成24年度厚生労働科学研究費補助金

「新型インフルエンザ H1N1のウイルス病原性等の解

析に関する研究」 

 

・厚生労働省 平成24年度厚生労働科学研究費補助金

（B 型肝炎創薬実用化等研究事業）「B 型肝炎ウイル

ス感染症に対する新規の治療薬の研究・開発」 

 

・NEDO バイオマスエネルギー先導技術開発 新エ

ネルギー技術研究開発／バイオマスエネルギー等高効

率転換技術開発（先導研究開発）／「酵素糖化・効率

的発酵に資する基盤研究」 
 

・NEDO「電気的酵素反応駆動による高効率な物質生

産技術の開発」 
 

・独立行政法人科学技術振興機構「水生根圏微生物の培 

養技術開発と根圈微生物ライブラリーの構築」 

 

・独立行政法人科学技術振興機構「ゼロから創製する新

しい木質の開発」 

 

・独立行政法人科学技術振興機構「神経細胞相互作用研

究プラットフォームのための細胞パターニング」 

 

・独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 生物

系特定産業技術研究支援センター「共生細菌のゲノム

解析と生物機能の解明および共生器官の発現遺伝子解

析と生物機能の解明」 

 

・独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構「共生

細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性獲得機構の解明」 

 

・独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

「CPP3の低温下における生殖細胞保護メカニズムの

解明と高純度大量生産法の確立」 

 

・独立行政法人医薬基盤研究所「プロサポシンまたはサ

ポシン B によるファブリー病に対する酵素増強薬の

開発」 

 

・公益財団法人北海道科学技術総合振興センター「北海

道独自の機能性素材の発掘可能性調査にかかる評価試

験に関する研究」 

 

・日本学術振興協会最先端・次世代研究開発支援プログ

ラム「遺伝子転写制御機構の改変による環境変動適応

型スーパー植物の開発」 

 

・公益信託林女性自然科学者研究助成基金平成23年度研

究助成「社会性アブラムシにおける自己犠牲的なゴー

ル修復行動に関わる分子、細胞、発生学的基盤の解

明」 

 

・財団法人沖縄科学技術振興センター 知的クラスター

形成に向けた研究拠点構築事業「沖縄生物資源の活用

促進に向けた研究基盤の構築」 

 

・韓国学術振興財団（National Research Foundation 
of Korea）Global Research Laboratory Program 
“Elucidation of Molecular Mechanisms Underlying 
Modulation of Host Defense Responses by 
Symbiotic Bacteria” 

発 表：誌上発表138件、口頭発表280件、その他49件 

--------------------------------------------------------------------------- 
 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(155) 

植物分子工学研究グループ 

（Plant Molecular Technology Research Group） 
研究グループ長：松村 健 

（北海道センター） 

概 要： 

 植物の遺伝子組換え技術を利用して、有用物質、特

に哺乳類の医薬品原材料を主に植物で高発現・高生産

可能な技術開発とこれと並行して医薬品原材料生産遺

伝子組換え植物を密閉、かつ完全な人工環境下で栽

培・育成から製剤化までの一貫した工程を実施可能な

植物工場システムの確立を目標に研究を進めている。 

 遺伝子組換え植物での創薬という新しい研究開発分

野において、当グループが推し進めている密閉型遺伝

子組換え植物工場の開発および当該施設を活用したイ

ヌの歯周病治療薬としてのイヌインターフェロン発現

遺伝子組換えイチゴの製造薬承認を申請するに至った。

遺伝子組換え植物体を利用した医薬品製造では、世界

初の例となる。さらに、これまでの医薬品生産植物工

場のノウハウを活用し、地域自治体、経済界、民間と

の共同で新たな物質生産目的植物工場を設計・開発、

生薬植物類の人工環境下での栽培技術開発を行ってい

る。すでに、生薬植物の一種類において無菌苗クロー

ン増殖技術を確立した。 

 また、新たな植物への遺伝子導入方法として、アグ

ロバクテリウムとキュウリモザイクウイルスベクター

を融合させた一過性遺伝子高発現系の開発に成功した。 

研究テーマ：1.閉鎖型植物生産施設に適した有用物質

生産基盤植物の開発研究 

2.植物ウイルスベクターの開発 

3.医療用原材料生産のための密閉型遺伝

子組換え植物工場の開発 

 
分子生物工学研究グループ 

（Molecular and Biological Technology Research 
 Group） 
研究グループ長：森田 直樹 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループは、有用タンパク質・有用脂質・有

用糖質の新しい生産・利用システムの開発において、

従来よりも優れた技術を開発し、最終的に産業応用に

貢献することを目標としている。 
 分子イメージング技術の開発では、ウミホタル由来

の分泌型ルシフェラーゼ（Cluc）とホタル由来ルシ

フェラーゼ（Fluc）を共に安定発現している腫瘍細

胞株を確立した。この分泌型 Cluc は細胞内で産生さ

れた後、細胞外に放出されることが解っており、この

性質が非侵襲的な診断・治療に向けた大きなメリット

になると考えている。この安定発現株を用いて、腫瘍

細胞進展と Cluc 活性の相関について評価を行う実験

に着手した。 
 真核微生物におけるタンパク質発現系の研究では、

微細藻類において、光合成光化学系1反応中心を構成

するサブユニットタンパク質遺伝子のプロモーターと

ターミネーターを用いた発現系を作成した。 
 機能性脂質生産系の研究では、グラム陽性細菌の主

要な表層構成因子の一つであるリポテイコ酸（LTA）

に注目し、腸内乳酸菌の LTA のアンカー糖脂質の構

造を決定した。 
 糖脂質の機能解明では、異常蓄積した糖脂質 GM2

が細胞内のシグナル分子である cSrc と相互作用をし

ていることを明らかとしてきたが、この相互作用には

細胞膜内タンパク質であるテトラスパニンは関与して

いないことが新たに判明した。 
 糖鎖の簡易解析手法の開発では、糖鎖抗原に汎用的

なモノクローナル抗体作製法を開発した。この方法を

用いて、胃がんや大腸がん細胞に発現する糖タンパク

質の糖鎖構造として知られる CDw75糖鎖抗原を簡便

に検出するためのモノクローナル抗体の開発にも成功

した。一方で、病態特異的な糖鎖発現制御機構の解析

では、糖尿病のモデルマウスを用いた検討により、イ

ンスリン抵抗性の発症に関わる O-GlcNAc 化糖タン

パク質が慢性的な高血糖にさらされた肝組織に蓄積す

ることを発見した。また、食餌による高血糖の持続的

な改善により、この蓄積が解消されることも併せて見

出した。 
研究テーマ：1.生物発光系を活用したレポーターアッ 

       セイ系及び分子イメージング技術の開発 

      2.真核微生物を用いた新規タンパク質発 

       現系の開発 

      3.機能性脂質の代謝工学的生産法の開発 

      4.糖脂質の機能解明とその応用 

      5.機能性物質の新規合成法開発と構造活 

       性相関研究 

 
生体分子工学研究グループ 

（Biomolecular Engineering Research Group） 
研究グループ長：小松 康雄 

（北海道センター） 

概 要： 

本研究グループでは、核酸、タンパク質、細胞の

活性等を、有機化学ならびに工学的手法によって解

析し、さらにそれらの性質を改良し、物質生産、医

薬品開発、高感度物質検出に活用することを目指し

ている。 

 核酸関連では、2本鎖間を共有結合した DNA の電

気化学的性質調べ、塩基対を介した DNA の導電性と

DNA の柔軟性が、架橋構造に応じて変わることを明

らかにした。本知見より、DNA 中の化学修飾と

DNA の運動性の相関性を電気化学的に解析する技術
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開発が可能であることが示された。また、合成核酸

に対して高効率で化学修飾を導入するリンカーを開

発し、国内企業に同技術をライセンスした。このリ

ンカーを用いることで、核酸医薬および遺伝子検出

に用いる合成核酸の製造コストの低減が期待できる。 

また、走査型電気化学顕微鏡にこれまで用いてき

たマイクロ電極は、ガラスによって絶縁されている

ために走査中に破損することが大きな課題であった。

そこで、高分子ポリマーを絶縁体に使用した新型マ

イクロ電極を開発した。同電極は耐久性に優れ、細

胞解析にも有効であることを確認できたため、国内

企業にライセンスした。 

研究テーマ：1.核酸の安定化と効率的化学修飾技術の開

発 

      2.電気化学を利用した、生体関連物質の機

能解析と検出技術の開発 
 

生物材料工学研究グループ 

（Bio-material Engineering Research Group） 
研究グループ長：佐々木 正秀 

（北海道センター） 

概 要： 

 本研究グループは有用物質生産を目的とした生物材

料の高度利用、および生体物質の生産、分離、センシ

ングへの応用を目指した生体物質の2次元位置選択的

修飾技術を研究している。 

 有用物質生産に関して、木質系バイオマスの水熱反

応で得られるオリゴ糖成分の反応挙動について検討し

た。これまで水熱反応温度と得られる液状生成物収率

との間には何ら相関が見出せなかった。これは反応器

直接加熱による熱分解反応の進行のためと考えられ、

そこで熱分解反応を抑制するために、間接加熱による

反応方式に変更した。その結果、両者の間には相関が

見出され、反応条件最適化が可能となった。最適化で

は2段階昇温の採用により、発生するガス・ロス分を

5%程度に低減することに成功した。 

 微細表面修飾技術に関しては、微細表面修飾技術に

関しては、市販多点電極基板（MED）の前処理法に

ついて、接触角、ゼータ電位および XPS を用いて評

価した。その結果、有望と考えられるアルカリ加水分

解法で調製された基板を用い、神経細胞パターンにつ

いて電気信号測定することにより、充分に成熟した細

胞ネットワークからの信号を得ることに成功した。 

研究テーマ：1.生物材料の高度利用 

2.生体分子固定のための微細表面修飾技術 

 

生物システム工学研究グループ 

（Molecular Systems Bioengineering Research 
 Group） 

研究グループ長：町田 雅之 

（北海道センター） 

概 要： 

近年の次世代 DNA シークエンサーや、タンパク質、

代謝物質、細胞ネットワークなどの解析技術の進展に

より、ゲノム情報や遺伝子機能に関わる情報が短時間

で大量に得られるようになった。これらの情報は、生

命科学に基づく幅広い産業への応用が進んでいる。本

研究グループは、ゲノム情報を迅速かつ効果的に物質

生産や環境低負荷などに利用することを目的として、

遺伝子、翻訳産物など、細胞機能の網羅的解析に関す

る解析技術を開発し、柔軟な情報処理技術との統合に

よって、大規模ゲノム情報の産業利用に必要なシステ

ムの開発を進めている。 

 ゲノムシークエンス、発現解析、代謝物解析などに

よって得られる生物情報の利用により、様々な生物種

の迅速で効率的な評価・鑑別、新規遺伝子の発見と機

能予測・解析に関する研究を進めてきた。生物情報は

誤りや揺らぎが大きく、単一あるいは単独の情報から

正確な結果を得ることが難しい。そこでこれまでに、

複数の情報を組み合わせることで、解析精度の向上と

新規な結果を獲得するための解析技術の開発に注力し

てきた。また、生物解析系と情報解析系の高度な連携

は迅速で正確な解析に有効な手段であるが、最適な組

合せ、人材の集積、システム化など、効果的な導入は

容易ではない。そこで、情報解析を専門とする研究ユ

ニットの連携を構築することにより、新規微生物から

の遺伝子の獲得によって迅速に物質の生産系を構築す

るための技術基盤を開発した。このプラットフォーム

を利用することにより、産業的に重要な物質生産系の

開発と改良に関する評価と実証を進めている。 

研究テーマ：1.有用なゲノム・遺伝子資源の探索と利 

       用技術の開発 

      2.システム生物学を利用した生物機能解 

       析・利用技術の開発 

 
合成生物工学研究グループ 

（Synthetic Bioengineering Research Group） 

研究グループ長：宮崎 健太郎 

（北海道センター） 

概 要： 

 当研究グループでは、微生物機能を拡張するための

各種基盤技術開発を行う。具体的には、合成生物学的

手法による宿主デザイン、メタゲノム手法による有用

遺伝子の探索、進化分子工学による蛋白質の機能改変、

蛋白質の立体構造解析を行う。 

 合成生物学的手法による宿主デザインでは、大腸菌

をプラットフォームとして、リボソーム小サブユニッ

トに含まれる成分を改変する方法により宿主の代謝変

動が起きることを明らかにした。また外来遺伝子の導

入や染色体の改変を組み合わせ、ピルビン酸等の有用
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物質の生産性向上にも成功した。また放線菌をプラッ

トフォームとした系では、宿主— ベクター系の高度化

に成功した。 

 メタゲノム手法による有用遺伝子の探索では、リボ

ソーム成分を対象としたスクリーニングにより、宿主

機能改変に有効な遺伝子を多数獲得した。 

 進化分子工学による蛋白質の機能改変では、蛍光蛋

白質をレポーターとして翻訳律速因子の解明や発現効

率の向上に成功した。 

 蛋白質立体構造解析については、きのこ由来の不凍

蛋白質、微生物由来グルコース脱水素酵素の解析など

に成功した。 

 
環境生物機能開発研究グループ 

（Environmental Biofunction Research Group） 

研究グループ長：湯本 勳 

（北海道センター） 

概 要： 

 微生物が主な機能を担う場における微生物叢の解析、

有用微生物の分離、微生物叢の形成原理、微生物間相

互作用、微生物の物質循環への寄与等の解明を通じて、

環境保全・環境改善・産業利用に微生物を活用するこ

とを目指して研究を行う。また特殊環境下でも生育す

る個性の強い微生物群である極限環境微生物について

その生態および生きている仕組みを解明することによ

って、通常とは別の角度から生物の代謝や外界の有害

物質から防御する仕組みを明らかにすることを目標に

研究を行う。 

 高濃度過酸化水素存在環境下で生存する微生物につ

いてその過酸化水素耐性機構について検討した結果、

本微生物は生育ステージが進むにつれ、過酸化水素分

解酵素を菌体表面の S-layer に蓄積し、外界に高濃度

存在する過酸化水素から細胞を保護する仕組みを持つ

ことが明らかとなった。また、過酸化水素分解酵素が

菌体表面に存在することの外界の過酸化水素分解に対

する優位性を検証した。 

 南極産脂質分解菌類を用いて室内で連続排水処理模

擬実験を行った結果、接種菌株は水温の変動にかかわ

らず、生存することが明らかとなった。また実際の排

水処理現場への当該菌株の応用を目的に、安価な大量

培養法の検討を行った結果、通常菌類の培養に用いら

れるポテトデキストロース培地よりかなり安価な培地

の適用が可能であることが判明した。 

 共生細菌が鞭毛運動性を用いて害虫カメムシに特異

的に感染することを発見した。害虫腸内の微生物叢を

調査し、多数の農薬分解菌を単離した。土壌および害

虫腸内由来の農薬分解菌について農薬分解特性を解明

した。 

研究テーマ：1.機能性微生物の探索と環境適応機能解明

に関する研究 

2.微生物を応用した新規物質変換法および

環境浄化法の開発 

3.微生物と有害物質との関係、微生物と宿

主および微生物間相互作用についての機

構解明 

 

生物共生進化機構研究グループ 

（Symbiotic Evolution and Biological Functions 
 Research Group） 
研究グループ長：深津 武馬 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 非常に多くの生物が、恒常的もしくは半恒常的に他

の生物（ほとんどの場合は微生物）を体内にすまわせ

ている。このような現象を「内部共生」といい、これ

以上にない空間的な近接性で成立する共生関係のため、

極めて高度な相互作用や依存関係が見られる。このよ

うな関係からは、しばしば新規な生物機能が創出され

る。共生微生物と宿主生物がほとんど一体化して、あ

たかも1つの生物のような複合体を構築することも少

なくない。 

 我々は昆虫類におけるさまざまな内部共生現象を主

要なターゲットに設定し、さらには関連した寄生、生

殖操作、形態操作、社会性などの高度な生物間相互作

用を伴う興味深い生物現象について、進化多様性から

生態的相互作用、生理機能から分子機構にまで至る研

究を多角的なアプローチから進めている。 

 我々の基本的なスタンスは、高度な生物間相互作用

を伴うおもしろい独自の生物現象について、分子レベ

ルから生態レベル、進化レベルまで徹底的に解明し、

理解しようというものである。 

研究テーマ：1.昆虫－微生物間共生関係の多様性の解 

       明 

      2.共生微生物が宿主に賦与する新規生物 

       機能の解明 

      3.共生関係の基盤となる生理，分子機構 

       の解明 

 

生物資源情報基盤研究グループ 

（Microbial and Genetic Resources Research Group） 
研究グループ長：鎌形 洋一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、未知・未培養・未利用の生物

資源を探索する技術を開発するとともに、これらの生

物遺伝子資源を活用した物質生産技術・環境制御技術

等の開発を行うとともに微生物・遺伝子資源情報の外

部提供を目的とした技術開発を行っている。具体的に

は(1) 未知・未培養微生物ならびに未利用生物資源の

探索・同定・分類ならびにライブラリー化を進め、こ
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れらの微生物資源の有効活用を目指した。その結果、

これまで未知であった各種細菌・古細菌の分離に成功

した。(2) 様々な自然・人工環境から分離された新規

微生物群の機能解明・ゲノム解析・機能利用・微生物

間相互作用の解明を行った。特に、地下圏・水圏・水

生植物根圏・メタン発酵リアクター等に存在するこれ

までに分離されたことのない新規な微生物の獲得に成

功し、その機能解析を進めた。本年は特に水生植物根

圏と根圏微生物相互作用について明らかにした。(3) 

微生物を分離培養することなく直接環境 DNA・RNA
を利用するメタゲノム・メタトランスクリプトーム解

析により酵素群の探索を行った。その結果新たな糖質

分解酵素をメタゲノムライブラリーから発見した。 

研究テーマ：1. 未知・未培養微生物ならびに未利用生

物資源の探索・同定・分類ならびにライ

ブラリー化 

      2. 新規（微）生物群の機能解明・ゲノム

解析・機能利用・微生物間相互作用の解

明 

      3. 環境ゲノム解析技術：メタゲノム・メ

タトランスクリプトーム解析技術の開発

と利用 

      4. 環境制御・浄化に資する微生物の生態

学的解析・利用技術の開発 

 

生体物質工学研究グループ 

（Biological Substance Engineering Research 
 Group） 
研究グループ長：山岡 正和 

（つくばセンター第6） 

概 要： 

 当研究グループは、健康食品、化成品原料、バイオ

ディーゼル燃料など幅広い用途が期待されている脂質

を自在に生産できる酵母の系の確立と、バイオマス資

源から得られる物質から生分解性など環境保全のため

の新規機能性高分子の開発・評価を目指している。 

 酵母等による脂質生産系の確立を目指して、酵母に

よる脂質生産性向上や代謝に関わる因子の開発、高度

不飽和脂肪酸生産に関わる因子の開発を進めて、平成

24年度には以下の研究成果を得た。出芽酵母の snf2
破壊株に脂質合成酵素 DGA1を過剰発現させると、

DGA1蛋白質の N 末端29残基が欠失して活性化する

が、この酵素の N 末端欠失と活性化とは、ガラクト

ースやグリセロールを炭素源とした培養ではおこらず、

グルコース培養に依存することを見出した。また、高

度不飽和脂肪酸生産系の中で律速段階とされている

Δ6不飽和化の因子として、原料脂肪酸の安定的分散

培養のため添加している界面活性剤が重要で、タージ

トール NP40等が高い菌体生育やステアリドン酸生産

に効果的であることを見出した。さらに、オレイン酸

の12位に OH 基を持ち、石油製品に依存しないポリ

ウレタン原料として注目されているリシノール酸を分

裂酵母で生産させることに成功し、分裂酵母の脂質蓄

積量を改善してリシノール酸の生産量を増加させるた

めに、主要な蓄積性脂質であるトリグリセリド

（TG）を分解するリパーゼ遺伝子の解析を試みた。

出芽酵母の TG リパーゼ配列を指標とし、それと高い

相同性のある3遺伝子をゲノム配列より同定した。こ

れら3遺伝子の破壊株を作製し、期待通り TG 含量が

増加する事、更に三重破壊株中で異種遺伝子産物であ

るリシノール酸の生産量も増加する事を明らかにした。 

一方、脂質や糖質等のバイオマス資源から得られる

生体物質は既にその幾つかが利用されているが、循環

型社会構築のためには、原料を化石資源に頼らずに、

再生可能なバイオマスを用いた新規機能性高分子の開

発が期待されている。そこで昨年度に続いて、バイオ

燃料製造時に副生するグリセロール誘導体を原料にケ

テンアセタールモノマーである2-メチレン-1,3-ジオ

キサン-5-オン（MDO）を合成、単離し、ラジカル重

合を試みた。その結果、MDO は開環重合しポリエス

テルを与えることを見出した。また、発酵法で製造さ

れているイタコン酸に注目し、イタコン酸エステルの

ポリマーを添加したポリ乳酸－植物繊維複合材料の強

度を評価したところ、繊維が低含量ではポリ乳酸単体

と同等であることを見出した。 

研究テーマ：1.機能性脂質の生物生産高効率化の研究 

      2.バイオマス由来高分子素材の合成と高 

       機能化の研究 

 
植物機能制御研究グループ 

（Plant Gene Regulation Research Group） 
研究グループ長：鈴木 馨 

（つくば中央第4・第6） 

概 要： 

 産業、環境、健康などの様々な面での植物利用の高

度化、拡大のために、植物が本来持っている様々な機

能を制御するメカニズムの解明と植物機能を有効に利

用するための制御技術の開発を目指して研究を進めて

いる。具体的には、①各種植物機能を制御する転写因

子の同定と機能解明では、葉や実のサイズを決める因

子、クチクラ形成を制御する因子、ジャスモン酸応答

を抑制する因子などを明らかにした。②パラゴムノキ

の分子育種に関する研究では、乳管形成制御因子の候

補遺伝子の同定、形質転換法の検討を行った。③イネ

のキメラリプレッサー植物体の整備・形質変化の解析

と情報整備を行った。④環境変動型スーパー植物の開

発では、転写抑制時に特異的に転写因子と共に複合体

を形成する候補因子を複数同定した。また、転写抑制

ドメインを持つ約300個の転写因子に転写活性化ドメ

インを付加し過剰発現させる系統の形質転換体を作成
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し、各種の過酷なストレスに対して耐性を獲得した系

統の単離に成功した。⑤新規な木質を形成する植物の

開発では、木質を形成しない変異体の表現型を回復さ

せる研究において、細胞壁含量が野生株比で35%増加

する系統を得た。酵素糖化性においても野生株比で

30%向上する系統を得た。 

研究テーマ：1.各種植物機能を制御する転写因子の同定

と機能解明 

2.パラゴムノキの分子育種に関する研究 

3.イネのキメラリプレッサー植物体の整

備・形質変化の解析 

4.環境変動型スーパー植物の開発 

5.新規な木質を形成する植物の開発 

 
バイオデザイン研究グループ 

（Bio-Design Research Group） 
研究グループ長：矢追 克郎 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 本研究グループでは、ゲノム情報、遺伝子発現情報、

生体分子の構造・機能相関等の解析技術を基盤として

生物プロセスによる有用物質生産基盤技術の開発を行

っている。具体的には（１）セルロース系バイオマス

を分解する酵素である、セルラーゼやヘミセルラーゼ

のメタゲノム手法による探索を行い、得られた有用酵

素について詳細な機能解析を行った。（２）バイオマ

スからの高効率なバイオエタノール生産を目指し、次

世代シーケンサーを活用した手法でエタノール生産酵

母株の耐酸性、耐熱性、キシロース代謝の向上を行っ

た（３）さまざまな真核細胞において自在に遺伝子発

現制御可能な汎用プロモーター開発のために、そのコ

アプロモーターとして利用可能な新規の双方向性プロ

モーターをメダカゲノムより取得した。（４）糸状菌

や担子菌酵母の比較ゲノム解析により、二次代謝生産

に関わる要因の解析を進めた。（５）糸状菌を中心に

ゲノムを解析し、有用物質生産に応用するための方法

論の開発を進めた。 

 
複合糖質応用研究グループ 

（Advanced Glycoscience Research Group） 
研究グループ長：亀山 昭彦 

（つくば中央第2、中央第6） 

概 要： 
 糖鎖はタンパク質や脂質などと結合して存在する。

このような物質を複合糖質と呼ぶ。バイオ医薬の多く

も複合糖質である。当研究グループは、複合糖質の糖

鎖部分の機能を創薬などに活用することを目的として、

糖鎖の分析・制御・生産・機能に関わる技術開発を進

めている。 

糖鎖の分析については、糖鎖多段階質量分析スペク

トルデータベース、キャピラリー電気泳動、分子マト

リクス電気泳動などの技術開発を進めた。制御および

生産については、安価かつ大量に培養ができ、ウイル

ス感染などの影響もない酵母を用いた糖タンパク質の

生産系を構築し、ヒト型糖鎖を持つサポシン B など4

種類の糖タンパク質の生産と評価を進めた。機能につ

いては、酵母由来のエンド型糖加水分解酵素の基質特

異性や糖転移能を解明し、論文発表した。また、糖脂

質グリコシルホスファチジルイノシトール（GPI）の

生合成機構の研究を進め、メタノール資化性酵母 O. 
minuta における GPI の脂質リモデリング系の遺伝

子のクローニングに成功した。 

研究テーマ：1.バイオ医薬開発・生産における糖鎖管理

技術 

2.酵素法と酵母細胞を利用した糖タンパク

質合成 

3.酵母の細胞壁合成に関する研究 

4.分子マトリクス電気泳動法の開発と応用 

 
⑧【バイオメディカル研究部門】 

（Biomedical Research Institute） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究ユニット長：近江谷 克裕 

副研究部門長：亀山 仁彦、本田 真也 

総括研究主幹：矢吹 聡一、丹羽 修 

 

所在地：つくば中央第6、第2、第4 

人 員：77名（77名） 

経 費：1,063,322千円（627,977千円） 

 

概 要： 

 バイオメディカル研究部門は、ライフ・イノベーシ

ョンを実現するための産総研ミッションである「先進

的・総合的な創薬技術、医療技術の開発」、「健康な生

き方を実現する技術の開発」の技術開発を推進するた

め、①生体分子の構造・機能を理解・解明し、それら

の知見に基づいた創薬基盤技術・医療基盤技術を確立

する、②創薬・医療に関わる基礎・基盤技術の動向を

把握し、将来に向けた技術の芽を発掘し育成を部門ミ

ッションと定め、新しい創薬基盤技術・医療基盤技術

および関連技術の研究開発を推進している。上記の部

門ミッションを遂行するため、以下の四つの戦略課題

を設定し、重点的に予算を配分し研究を実施している。

それぞれの戦略課題には複数の研究グループを配置し、

課題解決に向け複数の研究グループが一体となって研

究を実施するよう促している。また経済産業省、文部

科学省、新エネルギー・産業技術総合開発機構、科学

技術振興機構などの受託研究や企業等との共同研究な

ど、外部資金による研究開発も積極的に推進している。 



研 究 

(160) 

 戦略課題１．生体分子の構造・機能解析と高機能化 

 蛋白質等の生体高分子のエックス線結晶構造解析や

高分解能電子顕微鏡解析を行い、これら分子の構造と

機能の相関関係を明らかにするとともに、臨床薬のタ

ーゲットとなる膜蛋白の迅速構造解析法等の開発を行

う。また、蛋白質設計技術、合成技術、改良技術の開

発を行うとともに、抗体精製用リガンド蛋白質につい

てこれら開発した蛋白質設計・合成・改良技術を適用

することで高機能化等を進め、抗体医薬品開発を加速

化する多品目抗体に迅速対応可能な新規精製システム

の構築や抗体医薬品の問題点である製造コストの低減

化を目指す。更に簡便な遺伝子定量法や新規人工蛋白

質の開発を行い医療計測の標準化に資するプラットホ

ームを整備する。 

戦略課題２．生体メカニズムの解明とその制御物質の

探索 

 健康状態における生体リズムの変動や老化に伴う生

体分子の変化などを個体・細胞・遺伝子レベルで解析

し、これらの変動や変化を引き起こす生体分子メカニ

ズムの解明を目指す。また得られた解析成果を利用し

て生体分子メカニズムの評価系を開発し、生体分子メ

カニズムを制御する生理活性物質を天然物などから探

索・同定する。さらに、生体分子メカニズムの異常よ

り引き起こされる疾病、特に睡眠障害などの生体リズ

ム障害および体内時計に関連する高血圧、血栓症、が

んなどの生活習慣病を疾患ターゲットとして、健康状

態をモニタリングするためのバイオマーカー開発やこ

れら疾患の予防や改善を目的とした天然物由来生理活

性物質の発見を目指す。 

戦略課題３．健康・疾患に関連する細胞制御分子の解

明と利用 

 健康や病気の生体や組織において、その機能を調節

する遺伝子やタンパク質、細胞間シグナル伝達に働く

種々のシグナル分子などを解析し､これら生体分子に

よる細胞制御メカニズムの解明を目指す。また、脳神

経疾患や生活習慣病を始めとする種々の疾患のバイオ

マーカーや原因因子を探索・究明する。これらの分子、

あるいはそれを高機能化した分子を用いて細胞の機能

異常の検出や、それを制御する技術を開発し、健康の

増進や疾患の予防・診断・治療に貢献する。 

戦略課題４．ナノバイオ技術融合による極微量生体分

子の計測解析技術開発 

 ナノ分子材料や微細加工技術、表面加工技術と言っ

たナノテク技術とバイオ分野の技術を融合したバイオ

診断計測解析技術の開発を行う。具体的には、生体分

子と強く相互作用し信号変換する分子認識材料や発光

分子プローブ材料の合成、生体分子を高感度に検出で

きるナノ薄膜電極材料、および一細胞での計測が可能

なナノ針等のデバイス技術の開発を行う。また、それ

ら要素技術を融合し、血液など極微量サンプルから複

数の疾病マーカーを高感度に検出可能なセンサーや単

一細胞解析が可能なセルソータなどの実現と、これら

の基礎となる研究開発を行う。 

 研究推進に加え、産総研のミッションや仕組みを十

分理解し、産総研職員として自ら考え的確に行動でき

る職員の育成を行うとともに、産総研のミッションで

ある「若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の

交流推進」を実施するため、③「自ら考え着実に行

動・実践・対話できる人材の育成」を三つめの部門ミ

ッションと定め、産総研職員の育成と共に、産総研イ

ノベーションスクール生、ポストドクや博士課程の学

生、企業等からの外部研究員などを受け入れ、研究現

場にて研究開発を行いながら人材育成を行っている。 

 当部門は、質の高い論文として研究成果を発信する

ことおよび開発技術の工業所有権（特許）の取得を行

うことで成果の普及を行っている。研究論文において

は国際的に評価の高い論文誌への投稿を重視し、特許

においてはその具体的技術移転を想定した戦略的出願

を重視している。また、企業等との共同研究を積極的

に行うと共に、産総研オープンラボ、技術相談、学

会・研究会などを通して成果の発信や普及を進めてい

る。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

・融合・連携推進予算（戦略予算）「日印融合研究促進

のためのイノベーション拠点形成－アジアのバイオを

リードする研究ハブを目指す－」 

・イノベーション推進本部予算（戦略予算）「化学物質

リスク管理のための発光培養細胞による化学物質安全

性評価システムの標準化」 

 

外部資金： 

・独立行政法人科学技術振興機構「ラベル不要の高機能

性バイオセンサシステムの開発」 

・国立大学法人北海道大学「インターフェロン誘導性の

ウイルス RNA の合成」 

・独立行政法人日本学術振興会「RNA 合成酵素の反応

制御分子基盤」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「tRNA 揺

らぎ塩基のカルボキシメチルアミノメチル化反応機構

の構造機能解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「CRISPR
システムにおける AGO2様活性を有する RNP 複合体

の構造機能解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「ミトコン

ドリアにおける tRNA プロセシング機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「新規発

光・蛍光技術ソースの探索を目指した発光生物調査」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「ルシフェ

リン合成系を導入した完全人工発光植物の創製」 
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・独立行政法人科学技術振興機構「【束ね契約】復興促

進プログラム（A-STEP）探索タイプ「未利用海藻資

源からの健康食品素材製造技術の開発」未利用海藻資

源からの健康食品素材製造技術の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構「【束ね契約】復興促

進プログラム（A-STEP）探索タイプ「未利用海藻資

源からの健康食品素材製造技術の開発」ヤマユリ精油

の産業化に関する研究」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「唾液を用

いた生体時刻測定法確立のための唾液腺特異的遺伝子

の同定」 

・独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

「創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開

発」 

・独立行政法人科学技術振興機構「DNA ポリメラーゼ

の displacement 活性（鎖置換活性）の増強による二

本鎖 DNA 複製系の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構「シグナル撹乱複合体

の電子顕微鏡解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「高分解能

3次元組成分析システムの開発と生物試料の解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「シグナル

制御複合体の構造と細胞内局在の電子顕微鏡解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「細胞内在

化機能を有する抗体を利用した安定かつ無毒性生体内

イメージング技術」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「進化分子

工学を利用した蛍光性 RNA の獲得」 

・独立行政法人科学技術振興機構「高機能化細胞増殖因

子を用いたヒト iPS 細胞用の無血清培養液の開発」 

・独立行政法人国立精神・神経医療研究センター「筋ジ

ストロフィーおよび関連疾患の診断・治療開発を 目

指した基盤研究」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「FGF 受

容体の変異による骨・軟骨形成不全疾患発症メカニズ

ムの分子レベルでの解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「休止期の

毛包に高発現する細胞増殖因子は毛成長をどのように

制御するか？」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「エストロ

ゲン様化学物質影響評価のための細胞内新規シグナル

伝達経路の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「廃用性筋

萎縮の新たなメカニズムの解明：体内時計の乱れは筋

肉をも壊してしまうのか？」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「ストレス

性睡眠障害モデルを用いた不眠症改善物質スクリーニ

ング系開発とその応用」 

・文部科学省研究開発施設共用等促進費補助金「細胞性

粘菌リソースの整備と提供（細胞性粘菌標準株および

変異株の収集、保存と提供）」 

・独立行政法人日本学術振興会「ナノニードルアレイを

用いた革新的細胞分離解析技術の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「アクチン

フィラメントの B 端方向への協同的構造変化とハイ

パーモバイル水の機能解明」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「アメーバ

運動を統御するアクチン構造多型マシナリー」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「張力によ

るアクチンの構造変化と、それに依存したミオシンの

結合増加及び局在制御」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「少数のダ

イニンと微小管から成る振動系の作成と構造・機能研

究」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「近赤外デ

ジタルホログラフィー法による動物プランクトン計測

技術の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「ホスホリ

パーゼ D の細胞膜上における動態解析と細胞運動に

おける極性維持機構の解明」 

・独立行政法人科学技術振興機構「藻類由来レクチンを

用いた血中ウイルス等除去技術の開発」 

・独立行政法人科学技術振興機構「抗体発現細胞開発お

よび培養モニタリングのための迅速な抗体濃度測定装

置の開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「3次元ナ

ノ相分離膜構造と高感度分子認識能の動的解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「生物希少

資源が不要な酵素増幅型エンドトキシン検出法の開

発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「ナノホー

ルアレイを用いた表面プラズモン共鳴法によるメチル

化 DNA の迅速検知」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「非標識バ

イオセンシングに向けた高触媒活性な窒素ドープグラ

フェン様薄膜電極開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「カーボン

ナノ構造薄膜電極の創成と薬物代謝スクリーニングチ

ップの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「酸化スト

レスマーカータンパク質検出用蛍光分子プローブの創

製と医療診断への展開」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「快・不快

情動が操る嗅覚表象の単離脳イメージング：行動解析

との融合的アプローチ」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「低分子量

G タンパク質間クロストーク制御による細胞移動と

軸索伸長メカニズムの解析」 

・独立行政法人科学技術振興機構「【束ね契約】研究成

果展開事業 研究成果最適展開支援プログラムフィー
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ジビリティスタディステージ探索タイプ「レンチキュ

ラーレンズを用いた高精度な姿勢検出が可能な視覚マ

ーカの開発」他5課題 膜タンパク質認識ペプチド創

製技術の最適化および自動化に関する技術開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「蜘蛛類毒

腺の生理活性ペプチドの探索・解析および新規ペプチ

ド創製の試み」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「実用化を

目指した血液脳関門透過型高分子医薬デリバリーシス

テムの開発」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「人工細胞

膜を目指した安定なナノ構造分子膜構築に関する研

究」 

・経済産業省日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準

化協力事業（日米先端技術標準化研究協力）核酸計

測」 

・経済産業省その他（国際標準化推進事業委託費）「平

成24年度国際標準化推進事業委託費（戦略的国際標準

化加速事業（国際標準共同研究開発事業：医療用バイ

オチップ実用化促進に向けたヒト核酸の測定プロセス

に関する国際標準化））」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「環境浄化

に関わる未培養微生物を生きたまま選択的に回収する

技術の創成」 

・経済産業省日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準

化協力事業（日米先端技術標準化研究協力）タンパク

質計測」 

・独立行政法人科学技術振興機構「藻類由来原料を利用

した多糖類系バイオプラスチックの研究」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「酵母を用

いたヒト上皮増殖因子受容体の機能解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「後続バイ

オ医薬品開発を目指した環状化サイトカインの分子設

計と合成」 

・独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 生物

系特定産業技術研究支援センター「消化管免疫細胞の

活性化と機能成熟機構の解明」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「オンチッ

プスクリーニングと1細胞時系列イメージングによる

細胞運動因子のキノーム解析」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「遺伝子導

入セルチップの高機能化を実現するソフト界面の構

築」 

・独立行政法人日本学術振興会科研費補助金「転写因子

SATB1に対する複合標的核酸創薬基盤の開発」 

 

発 表：誌上発表141件、口頭発表326件、その他52件 

--------------------------------------------------------------------------- 

蛋白質デザイン研究グループ 

（Protein Design Research Group） 
研究グループ長：広田 潔憲 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 欲しい機能を有する蛋白質を思いのままに創製する

ことは、蛋白質科学における究極の目標である。我々

は、配列空間探索というコンセプトのもとに、新しい

観点からの蛋白質デザイン法の開発に取り組んでいる。

そのために、蛋白質に網羅的に一アミノ酸置換変異を

導入し、得られた変異型蛋白質の特性解析を行ってい

る。また、蛋白質をデザインするということはアミノ

酸配列空間における地形解析である、とのコンセプト

のもとに個々の変異効果について曖昧な加算性を仮定

した適応歩行による蛋白質デザイン法を提唱し、その

広範な利用を推進している。例えば、近年抗体医薬品

が急成長しており、その製造・精製プロセスのプラッ

トホーム技術の高度化が要望されているので、この蛋

白質デザイン法を利用し、抗体精製用のアフィニテ

ィ・リガンド蛋白質のデザインを可能にするための基

盤技術開発を進めている。さらに、デザインしたアフ

ィニティ・リガンド蛋白質、及び当グループで開発し

た蛋白質の配向制御固定化技術を利用して、民間企業

とも協力し、抗体医薬品精製用のアフィニティ担体の

開発等に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

健康維持機能物質開発研究グループ 

（Physiologically Active Substances Research 
  Group） 

研究グループ長：大西 芳秋 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 これから日本は「少子高齢化社会」を迎えるにあた

り、国民が健康に生活していく為の医療・健康関連分

野のイノベーションが期待されている。本研究グルー

プでは、高血圧症、動脈硬化症、2型糖尿病など、生

活習慣病の予防やその軽度な段階での改善のために利

用できる機能性食品の開発のみならず、ハーブや亜熱

帯植物などを材料に新たな生理活性物質の検索、開発

し、機能性物質として実用化することを目標として研

究を行っている。具体的には、生理活性物質（動脈硬

化（血栓形成）に関わる PAI-1の産生を抑制する物質、

早朝高血圧を防止するための血圧降下物質など）や生

体リズム制御物質を効率よくスクリーニングする方法

の確立を目標とする。種々の in vitro スクリーニング

系を組み合わせることにより、生体リズム異常関連疾

患の症状改善のための生理活性物質をスクリーニング

する。さらに、病態モデル動物（脳卒中ラットや高血

圧ラットなど）を使って検証を行い、実用性の高い健
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康維持増進物質を開発する。さらには、高齢者に頻発

する疾患の病因の解明、原因物質の探索、検出方法の

新たな開発も行っている。最終的には、新たな機能性

物質として実用化することによる産業、経済の活性化

に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

生物時計研究グループ 

（Biological Clock Research Group） 
研究グループ長：大石 勝隆 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 現代社会においては、社会の24時間化や急速な高齢

化に伴い、睡眠障害やうつ病、不登校・出社困難など

の神経症が急増しており、体内時計との関連が注目さ

れるようになった。体内時計と様々な疾患の発症との

間には、複雑な相互作用が存在し、それぞれの作用メ

カニズムを解明することにより、新規な治療法や予防

法の開発が可能になるものと考えられる。生物時計研

究グループでは、体内時計と様々な疾患発症との関連

性を分子レベルで解明することにより、時間医療・時

間薬理学分野へ貢献するのみならず、生活習慣と体内

時計との関連性に着目し、予防的観点から国民の健康

医療に貢献することを最大の目標とする。 

 我々はこれまで、ヒトへの外挿可能なストレス性睡

眠障害モデルマウスの開発を行い、睡眠障害のみなら

ず、慢性疲労や、過食、糖代謝異常など睡眠障害に関

連する病態を呈することを明らかとしてきた。本マウ

スを用いることにより、生体リズム異常に関連する

様々な疾患の発症メカニズムの解明や、新たな予防・

改善・治療法の開発が可能であると期待される。今年

度は、ストレス性睡眠障害モデルマウスを効率よく作

製するための飼育ケージの製品化を達成し、慢性的な

睡眠障害のバイオマーカー候補分子を同定した。また、

民間企業と協力し、睡眠障害の改善効果がある乳酸菌

を同定した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

分子細胞育種研究グループ 

（Molecular and Cellular Breeding Research Group） 
研究グループ長：本田 真也 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 細胞や生体分子が有する高度な機能の広範な産業利

用を促すため、これらを合目的に改良する新たな基盤

技術（分子細胞育種技術）の研究開発を行う。その遂

行においては、細胞や生体分子が高い機能を実現する

合理的な機械であるという側面とそれらが長久の進化

の所産であるという側面を合わせて深く理解すること

を重視し、そこに見出される物理的必然性と歴史的偶

然性を有機的に統合的することで、新たな「育種」技

術の開拓を図ることを基本とする。また、技術開発課

題の立案においては、内外のライフサイエンス・バイ

オテクノロジー分野における技術ニーズを把握し、現

実的な社会還元が期待される適切な対象と方法論を選

択することに努める。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 

RNA プロセシング研究グループ 

（RNA Processing Research Group） 
研究グループ長：富田 耕造 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 RNA はその鋳型である DNA から転写された後、

多岐にわたる加工プロセスを経て、機能をもった

RNA へと成熟化されます。RNA プロセシング研究

グループでは、RNA が合成され、最終的に機能をも

った RNA へと成熟化される一連の“RNA プロセシ

ング”過程に注目し、この過程に関わる蛋白質、蛋白

質複合体装置の“機能”、“構造”、“進化”、そして

“制御”の解析を通して、RNA と蛋白質の協同的な

機能発現、制御、進化の詳細な分子機構を明らかにす

ること目指す。具体的には RNA 合成、RNA の代謝、

RNA の成熟化、RNA の機能付加に関わる酵素複合

体に注目し、その中でも、“RNA 合成酵素群”に注

目し、それらの蛋白質、蛋白質複合体の詳細な反応分

子機構、分子認識機構、分子進化、制御機構の解明を、

生化学、分子細胞生物学、構造生物学的手法を用いて

多角的に明らかにする。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

ナノバイオデバイス研究グループ 

（Nano-biodevice Research Group） 
研究グループ長：丹羽 修 

（つくば中央第6） 

概 要：  

 新規なカーボンや自己組織化膜などのナノ薄膜材料、

免疫系分子、非免疫分子、酵素等を利用した高精度な

分子認識界面を構築し、生体分子を高感度に検出可能

なセンシング手法を開発する。併せて、検出法の高感

度化、マイクロナノ加工技術を融合した前処理工程の

集積化や多項目試料測定が可能なデバイスの実現を目

的とする。具体的な研究手段、方法論として、スパッ

タカーボン薄膜を用いた薬剤管理用の電気化学センサ

開発、脳内の細胞代謝分子モニタリングへの応用、新

規なナノ加工法によるナノ構造体を有するカーボン電

極による薬物スクリーニング法の開発、配列特異的な

メチル化 DNA の検出、糖鎖修飾界面と電気化学刺激

を利用したタンパク質の高感度検出などを行った。ま
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た、戦略予算：アジア戦略「水プロジェクト」で環境

管理部門等と協力し、ナノカーボン薄膜電極を用いた

重金属イオンの高感度電気化学計測法の開発を担当し

た。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

 

バイオ界面研究グループ 

（Bio-Interface Research Group） 
研究グループ長：田中 睦生 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 様々な知見に立脚した界面構築材料の創製、材料物

性に応じた界面構築法、分子レベルでの界面構造解析、

界面の機能解析等､界面に関する一連の基盤研究を統

合的に展開し、センシング素子や選択的透過膜等の機

能性界面構築技術の確立､さらには機能性界面を用い

たセンサー開発等、実用化を目指した応用技術の確立

を目標とする。界面構築材料の創製においては、タン

パク固定化材料や非特異吸着抑制材料、糖鎖材料など

の合成法や、補体レセプター等の機能性タンパク質産

生・精製法を確立し､これらの材料を用いて機能性界

面構築法について検討を行い、新規センシングデバイ

スの開発についても検討した。分子レベル界面構造解

析では、走査型プローブ顕微鏡等を駆使して界面構造

を解析し､界面構造と機能との相関を検討した。さら

には、核磁気共鳴法等の分光学的手法を用いて代謝生

成物である物質や界面物性を包括的に解析できるプロ

ファイリング法について検討開発すると共に、開発し

た手法の普及を行った。 

研究テーマ：テーマ題目９ 

 

バイオメジャー研究グループ 

（Bio-Measurement Research Group） 
研究グループ長：関口 勇地 

（つくば中央第6） 

概 要： 

(1) 産業や医療分野などでのバイオ計測の信頼性確保、

その国内及び国際的な比較互換性の確保（基準測定

法の確立、標準物質の整備など）に資する技術開発

と基盤整備 

 バイオ計測（生体由来物質の計測：バイオメジャ

ー）は広く産業、医療分野等において行われている

が、その信頼性確保のための基盤整備は不十分であ

る。また、その多くのバイオ計測の計量計測トレー

サビリティの確立は途についたばかりであり、バイ

オ計測の国内および国際的なレベルでの比較互換性

の確保は今後の大きな課題である。本課題では、バ

イオ計測の信頼性確保、比較互換性の確保に向け、

そのための課題整理と標準化ニーズ調査を進めると

ともに、そのために必要な技術的検討を行った。バ

イオ計測基盤の国際的な整合性を確保するための取

り組みとして、国際度量委員会物質量諮問委員会バ

イオアナリシスワーキンググループなどに参加し、

バイオ計測の標準化に関する議論に参加、貢献した。

また、バイオ標準に関する基盤技術の確立とバイオ

標準物質の開発、整備を実施すると共に、バイオ計

測の精度管理方法の開発、およびバイオ計測の国際

標準化に資する研究開発を実施した。 

(2) 生体由来物質（核酸、ペプチド・タンパク質、代

謝物、細胞、その他個体としての生命活動など）を

検出・定性・定量するための新しい有用な基盤技術

の創成 

 生体由来物質を対象とした計測分野のさらなる発

展は、今後のバイオテクノロジー分野、医療分野等

の進歩に大きく寄与する重要な課題である。本課題

では、核酸や動物細胞を中心に、それらバイオ計測

技術を進展させるための基盤技術の開発を行った。

遺伝子量評価、あるいは遺伝子発現解析を念頭に、

エンドポイント定量法などを利用し核酸を配列特異

的に検出、定量を行う新規な手法の開発と、その応

用を行った。また、微生物由来核酸の定量技術開発

を行った。また、核酸と相互作用する酵素の活性を

迅速かつ網羅的に評価するための基盤技術開発を進

めた。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

脳遺伝子研究グループ 

（Molecular Neurobiology Research Group） 
研究グループ長：戸井 基道 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢化社会に伴い増加の一途をたどる神経・精神疾

患において、その発症予測や治療、機能回復に関わる

技術に対しての社会的要請が強まりつつある。しかし

ながら、神経細胞の分化・維持機構、ネットワーク形

成やその可塑的変化を分子レベルで計測し、その詳細

を理解することは依然として十分ではなく、それが疾

患の予測・治療手法や、機能改善・代替手法の開発が

進まない原因の一つとなっている。そこで当研究グル

ープでは、主にモデル動物を用いた遺伝子解析技術と

光学的イメージング技術に基づいて、神経細胞の維

持・再生・移植技術に関する基礎技術の提供を研究目

標とする。特に、モデル動物を用いた遺伝子操作や、

培養細胞への遺伝子導入手法により、神経細胞の基本

特性の制御に関与するキー遺伝子の機能や神経疾患に

関連した遺伝子産物機能、さらには脳内神経ネットワ

ークの形成・維持制御機構等を解明する。そのために、

新規の神経疾患モデル動物の作製や疾患に関与するキ

ータンパク質群の生体内での動態解析技術、疾患変異

型モデル生物を用いた新規のスクリーニング技術の開
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発を行っている。並行して、これらの解析に必須であ

る、分子レベルから個体レベルまでの生体現象の可視

化を可能にする、新たな顕微鏡システムや観察基盤技

術の開発も進めている。これらの解析により、生体脳

内や神経細胞内のイベントを鮮明に観察しながら、

個々の疾患状態や治療効率の向上に繋げていく。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

脳機能調節因子研究グループ 

（Molecular Neurophysiology Research Group） 
研究グループ長：亀山 仁彦 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 生物の細胞間・細胞内の情報伝達は生体分子の相互

作用により制御されている。これら生体分子が本来持

っている機能を解析しそれを利用する技術開発・機器

開発などを遂行する。具体的には生理活性ペプチド、

タンパク質、核酸などが結合する標的分子の認識機構

を主に分子生物学的手法により解析し、分子間相互作

用機構を利用した創薬に資する技術開発、機器開発な

どを行う。生理活性ペプチドの構造骨格部分を保存し、

標的認識部分に変異を導入した人工 cDNA ライブラ

リーを作成し分子進化工学的手法により新たな標的分

子を認識できるように試験管内で高機能化する手法を

開発中である。 

研究テーマ：テーマ題目13 

 

シグナル分子研究グループ 

（Signaling Molecules Research Group） 
研究グループ長：今村 亨 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 当研究グループでは、産総研ミッションである「先

進的・総合的な創薬技術、医療技術の開発」、「健康な

生き方を実現する技術の開発」の技術開発によるライ

フ・イノベーションの実現のため、創薬・医療に関わ

る生体分子の構造・機能の理解・解明と創薬・医療に

関わる基礎・基盤技術の開発をめざしている。特に、

各種組織を構成する細胞の、増殖・分化・機能等を制

御するシグナル分子を研究の起点として、ヒトなど高

等動物の細胞と個体の機能制御メカニズムに関する新

知見を獲得するための研究を推進している。研究手段

は、分子レベル、細胞レベル、個体レベルにまたがっ

ている。得られた知見については、これを活用し、シ

グナル分子とその制御分子を用いて生命現象を細胞レ

ベル・個体レベルで評価・制御するテクノロジーを開

発し、創薬と医療支援に係る産業の振興に資すること

を目標としている。これらの目標に加え、当研究グル

ープでは、シグナル分子を起点とした研究による知見

の獲得とその利用という研究取り組みが、ライフサイ

エンス分野における本格研究の実現に有効であること

をその研究活動を通じて示すことも、随伴的目標と位

置づけている。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目15、テーマ題目

16 

 

構造生理研究グループ 

（Structure Physiology Research Group） 
研究グループ長：佐藤 主税 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 我々の細胞の機構は、分子から始まって様々な階層

での相互作用の積み重ねによって形成されている。

我々は、細胞、微生物の構造と機能の制御機構を、主

に電子顕微鏡技術を利用して、分子・細胞・神経回路

網レベルで研究している。光学顕微鏡で細胞を観察す

る際、分解能は200nm までが限界だが、電子顕微鏡

は2Åにも達する高い分解能を誇る。しかし従来の方

法ではタンパク質は、微かに薄い像としてしか写らな

い。薄い像でも膨大な数の電顕像を組み合わせれば、

高分解能の3次元構造を計算できる。我々は、この単

粒子解析技術を、情報学を駆使して開発し、神経興奮

の発生や、Ca シグナル、痛みの伝達、アルツハイマ

ー症、細胞内輸送、抗癌剤などに関係する様々な膜タ

ンパク質・可溶性タンパク質の構造決定に成功した。

さらに、もう少し大きな細胞内の微細構造を観察する

ために、半導体製造で用いる SiN 薄膜越しに液体中

の細胞を直接 SEM で見る全く新しい電子顕微鏡を、

(株)日本電子と共同開発した。これらの技術を NMR
や X 線結晶解析、画像情報学などの様々な方法と組

み合わせながら、細胞内外におけるタンパク質や細胞

内小器官の構造と機能の関連を広く研究している。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目18 

 

セルメカニクス研究グループ 

（Cell Mechanics Research Group） 
研究グループ長：中村 史 

（つくば中央第４） 

概 要： 

 本研究グループは、生物の有する機械的な運動機能、

関連する生体分子の構造と機能を明らかにする、ある

いはそのための装置・技術の開発を行う。明らかにし

た生物の情報、開発された技術により、学術研究、医

療、創薬、あるいは細胞そのものを応用する新産業等

に貢献することを目指す。細胞骨格系タンパク質の構

造変化に基づく新規機能を解明することで、医療応用

における基盤情報の確立の一助と成る。近年 iPS 細

胞に代表される幹細胞の応用に注目が集まっているが、

移植医療への応用を実現するためには、免疫原性の抑

制等を行い安全な細胞を提供する高度な細胞制御技術
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が必要となる。そのために細胞の構造と機能を理解し、

低侵襲で効率よく解析・操作・分離を行う新しい技術、

セルサージェリー技術の開発を行う。これらの研究は、

バイオインフォマティックス、ナノテクノロジーなど

の分野融合によって生み出される全く新しい生体分子

工学、細胞工学の技術体系の構築とこれを利用した産

業の創出に資するものである。 

研究テーマ：テーマ題目19、テーマ題目20 

 

細胞増殖制御研究グループ 

（Cell Proliferation Research Group） 
研究グループ長：ワダワ レヌー 

（つくば中央第4） 

概 要：  

 我々の研究グループはこれまで細胞の老化や不死化、

ガン化などについての基礎研究を積み重ねてきた。独

自に同定したモータリン（hsp70ファミリーに属する

タンパク質）は、ヒトのガンと老化病に強い関わりが

あることが明らかになってきた。我々はモータリンに

対する抗体の細胞内在性を明らかにし、細胞を追跡す

るナノ粒子の構築に成功した。モータリンの染色は正

常細胞とガン化細胞の区別にも応用できる。また、ガ

ン抑制タンパク質 p53の制御因子として同定した

CARF 遺伝子が細胞老化に深く関わっていることを

明らかにした。CARF 遺伝子に対する siRNA がガン

治療に応用できる可能性を見出した。さらに薬剤耐性

とガン転移に関わる遺伝子スクリーニングを行ってい

る。 

 老化や癌化の分子メカニズムを探索するため、

siRNA ライブラリーや cDNA 発現ライブラリーを用

いたスクリーニング実験も行っている。我々がインド

に自生する植物アシュワガンダの葉から新規に同定し

た薬効成分についても解析を進め、抗ガン活性や抗老

化活性のある成分や関連する遺伝子群を同定している。 

 その他にも、タンパク質を構成しないノンコーディ

ング RNA（ncRNA）に着目し、生きたままの細胞内

で ncRNA を蛍光検出する新規手法を通じて分子解析

を進めている。上記のような標的因子の細胞内での挙

動を制御することで、細胞の不死化やガン化を自在に

操ることができる技術の開発を行い、「より良い医薬

品の開発・提供」や「健康産業の創造」に貢献できる

ような研究活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22、テーマ題目

23 

 

分子複合医薬研究グループ 

（Molecular Composite Medicine Research Group） 
研究グループ長：宮岸 真 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 分子複合医薬グループでは、多様な機能分子と様々

な技術要素を複合的に組み合わせた医薬技術の開発、

および、健康な社会の実現を目指し、タンパク質構造

から、細胞・個体レベルに及ぶ、多面的なテーマに取

り組んでいる。構造解析に関しては、遺伝子発現調節

因子、疾患関連因子を対象とし、NMR 分光法や X 線

結晶回折法などの構造生物学的解析を中心とした物理

化学的アプローチにより、機能発現に関わる分子認識

機構の解析を行なっている。抗体医薬を目指した取り

組みとして、人工ライブラリーシステムの高度化に関

する技術開発、シグナル分子や関連分子を認識するモ

ノクローナル抗体作製・応用化技術の開発を行ってい

る。ポスト抗体医薬として注目されている核酸医薬の

開発を進め、次世代アプタマーを用いた検出系、核酸

医薬品の開発を行っている。また、疾患のターゲット

分子を容易に明らかにする技術として、トランスフェ

クションアレーを用いた癌転移に関わるターゲット分

子の探索、および、ペプチドを用いたアレー技術の開

発を行っている。個体レベルの研究としては、消化管

免疫の分子機構の解明、および、脳におけるてんかん、

モルヒネ鎮痛効果の分子機構の解明等を行い、医療技

術や医薬品の開発を目指した研究を進めている。 

 今回、グループの研究の中で、核酸医薬、脳神経分

野における研究テーマについて報告する。 

研究テーマ：テーマ題目24、テーマ題目25 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］蛋白質デザインに関する研究 

［研究代表者］広田 潔憲（蛋白質デザイン研究グルー

プ） 

［研究担当者］広田 潔憲、末森 明夫、横田 亜紀子、 

竹縄 辰行（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 欲しい機能を有する蛋白質を確実に創成する技術とし

ての「配列空間探索による蛋白質デザイン法」の実証研

究、及び「配向制御固定化法」による生体外での蛋白質

利用技術の研究開発を行っている。 

 配列空間探索による蛋白質デザイン法の実証研究では、

ジヒドロ葉酸還元酵素と p-ヒドロキシ安息香酸ヒドロ

キシラーゼを対象に変異解析を進めている。前者に関し

ては、網羅的な一アミノ酸置換変異体を作製し、その特

性として酵素活性、補酵素活性、熱安定性などを解析し

データベースの構築を行ってきたが、引き続き、大腸菌

による発現が困難な変異体、保存度の高いサイトの変異

体等の未取得変異体の構築と特性解析を進め、データベ

ースの完成度をさらに向上させた。後者に関しては、系

統的に作製した一アミノ酸置換変異体の特性データを利

用し、標的特性の効率的な改変方法の開発を進めてきた

が、保存度の高いサイトの網羅的一アミノ酸置換変異体

データベースを構築し、補酵素特異性に関するデータを

解析することにより、補酵素特異性の効率的な改変に有
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効なサイトを特定し、この成果を他のフラボ蛋白質にも

適用することに成功した。 

 この蛋白質デザイン法を抗体医薬品の製造技術に応用

するために、アフィニティ精製技術の開発に取り組んで

きた。具体的には、プロテイン A 等の抗体結合蛋白質

をフレームとしたアフィニティ・リガンド蛋白質の網羅

的な一アミノ酸置換変異体を作製し、これらを独自開発

した蛋白質アレイ解析システムを用いて特性解析を進め

てきた。その結果、酸性で抗体を解離しやすいリガンド

蛋白質をデザインすることに成功し、また、このリガン

ド蛋白質を配向制御固定化することにより、よりマイル

ドな条件で抗体の精製を可能にするアフィニティ担体を

開発することに民間企業と協力して成功した。 

［分 野 名］ラフサイエンス 

［キーワード］蛋白質デザイン、配列空間探索、配向制

御固定化、アフィニティ精製技術、アフ

ィニティ・リガンド蛋白質 

 

［テーマ題目２］健康維持機能物質の開発 

［研究代表者］大西 芳秋（健康維持機能物質開発研究

グループ） 

［研究担当者］大西 芳秋、森井 尚之、河野 泰広、

市村 年昭、小川 昌克 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生活習慣病改善のための物質の開発を目的として、沖

縄（100種類）や茨城（200種類）の植物を材料に、アデ

ィポサイトカイン産生調節作用を有する抽出物を探索す

るとともに、体内時計の調節に関連する化合物を開発す

る目的で、炎症時に増加する一酸化窒素（NO）の産生

抑制および炎症性サイトカイン TNF-α産生抑制アルカ

ロイドを探索した。時計遺伝子 Bmal1を用いたリアル

タイムレポーターアッセイシステムを用いて、パッショ

ンフルーツ等に含まれるアルカロイドのうち、ハルミン

が生体リズム周期延長作用を有することを見出した。ま

たハルミンは炎症性サイトカイン TNF-αの産生を顕著

に抑制する活性を持つことを発見した。生薬セキサンの

成分であるリコリン、リコリシジノールやカンレンボク

の主成分であるカンプトテシンにおいても生体リズム周

期延長作用を見出した。これらの結果より現在のスクリ

ーニングシステムを用いることにより、生体リズム周期

を変動させる物質のスクリーニングが可能であることが

証明されたのみならず、周期の変化と Bmal1の転写量

に相関関係があることが示唆され、今後のスクリーニン

グにおいて効率化を行ううえで重要な知見が得られた。

またこれらアルカロイドのうち TNF-α産生抑制機能と

α,β-unsaturated ketones 構造の関係を明らかにし、

アルカロイド構造からの機能推定の可能性が示唆された。

リコリンと類似のアルカロイド骨格を持つガランタミン

は、生体リズム異常を伴うアルツハイマー病の治療薬

（レムニール）として臨床で用いられており、本アルカ

ロイドにおいてもリコリン同様に生体リズム周期延長作

用が認められた。さらにアルツハイマー病発症原因であ

るアミロイドβの蓄積機構についても、アミノ酸残基間

相互作用について法則性を見出した。このことにより、

通常のプリオンタンパク質が病原性プリオンの持ち込み

がないかぎりは異常化しないことや、遺伝的なプリオン

病の発症など、病原性の発現に至る分子機構が合理的に

説明できるようになった。 

 また、高血圧自然発症ラットを用いたスクリーニング

系により、生体リズムに関連した血圧降下ペプチドをこ

れまで多種見出してきたが、東北復興支援の目的で東北

海岸（特に釜石、気仙沼近辺）に多く見られる海藻を素

材として、新たに血圧降下作用物質のスクリーニングを

開始した。一方、茨城県行方地域の活性化としては、ヤ

マユリ精油商品としての発信による地域の知名度・イメ

ージ向上、ヤマユリ産業の確立、経済効果などが期待で

きる。ヤマユリの香水や石鹸はこれまでに全くなかった

ものであるため、企業としては商品化を行いたい要望が

あり、産業技術総合研究所のヤマユリ抽出技術の移転を

促進し、商品としてヤマユリの香水を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］健康機能、炎症、生体リズム、アミロイ

ド、生活習慣病 

 

［テーマ題目３］生体メカニズムの解明とその制御物質

の探索 

［研究代表者］大石 勝隆（生物時計研究グループ） 

［研究担当者］大石 勝隆、宮崎 歴、冨田 辰之介、

中尾 玲子（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

現在わが国においては、社会の24時間化に伴う精神

的・肉体的・経済的諸問題が深刻化してきたことから、

体内時計の乱れに起因する睡眠障害（概日リズム睡眠障

害）の改善が強く望まれている。ヒトの睡眠障害におい

ては、多くの場合、遺伝子変異による先天的な原因より

も、ストレスなどの環境因子が原因となっていると考え

られる。そこで我々は、ヒトへの外挿可能なストレス性

睡眠障害モデルマウスの開発を行ってきた。本マウスで

は、睡眠障害のみならず、慢性疲労や、過食、糖代謝異

常など睡眠障害に関連する病態を呈することも明らかと

なってきた。本マウスを用いることにより、生体リズム

異常に関連する様々な疾患の発症メカニズムの解明や、

新たな予防・改善・治療法の開発が可能であると期待さ

れる。今年度は、民間企業との共同開発により、ストレ

ス性睡眠障害モデルマウスを効率よく作製するための飼

育ケージの製品化を達成した。また、民間企業との共同

研究により、睡眠障害の改善効果がある SBL88乳酸菌

を同定した。加熱処理した SBL88乳酸菌を餌に0.5%混

和し、マウスに自由に摂餌させ、行動リズムについては、
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回転かごの輪回し行動を指標に計測を行った。通常、マ

ウスの自発行動は、そのほとんどが暗期に集中している

が、4週間の SBL88乳酸菌摂取によって、暗期の活動量

が増加する傾向が確認された。この状態において、睡眠

障害を誘発するストレスを負荷したところ、暗期におけ

る活動量の低下が顕著に抑制されることが判明した。ヒ

トの不眠症に例えると、日中の眠気や不活動が改善され

たものと解釈できる。今のところ、SBL88乳酸菌摂取

によるストレス性睡眠障害の抑制メカニズムについては

不明であるが、我々は、SBL88乳酸菌が胃を支配する

副交感神経系を亢進させて食欲を増強させることを見出

しており、末梢からの自律神経系を介した作用が関与し

ている可能性が考えられる。 

心筋梗塞、脳梗塞、深部静脈血栓症など、血液が固ま

ってできる血栓が原因の疾患は午前中に発症頻度が高い

ことがわかっている。また、血栓を溶かす血栓溶解療法

の効果が午前中は弱く、血栓症の治療薬であるヘパリン

やワルファリンに効果が出やすい時間帯があるなど、血

栓に関連する病気の治療効果が時刻によって違うことも

古くから知られている。我々はこれまで、血液凝固系や

線溶系など血栓を作る反応系が体内時計によってコント

ロールされていることを明らかにしてきた。線溶系因子

のうち、PAI-1は特に日内リズムが大きく、その遺伝子

の発現は、時計分子である CLOCK と MAL1/BMAL2
によって転写レベルで制御されている。今年度は、マウ

スを使って、体内時計を乱す時差ぼけ実験を行い、時差

ぼけが、血液中の PAI-1濃度を上昇させるのみならず、

血管内皮細胞に発現する抗血栓性タンパク質であるトロ

ンボモジュリンの発現量を減少させることにより、血栓

症のリスクを高める可能性を示した。また、外因系凝固

因子である組織因子の遺伝子発現が、時計分子である

CLOCK と BMAL1によって時刻依存的に調節されてい

ることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体内時計、睡眠障害、食品、血液凝固線

溶系 

 

［テーマ題目４］タンパク質の分子育種技術の開発 

［研究代表者］本田 真也 

（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］本田 真也、村木 三智郎、 

小田原 孝行、渡邊 秀樹 

（常勤職員4名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

タンパク質が有する高度な機能の広範な産業利用を促

すため、構造情報を基盤とする論理的分子デザイン法と

ファージディスプレイ等の進化分子工学法の有機的活用

による新規の標的親和性人工タンパク質創製技術の研究

開発を行う。また、アポトーシス誘導に係る重要な疾病

の治療・診断等への応用を目指して、ヒト Fas リガン

ド／レセプター関連タンパク質の発現生産、機能解析の

ための研究開発を行う 

進化分子工学法によって作製した、免疫系タンパク質

に nM オーダーの高親和性を示す人工タンパク質につ

いて、標的との複合体の結晶化に成功し、X 線結晶構造

解析によってその3次元構造を決定した。進化実験で収

斂したアミノ酸配列と構造情報を照らし合わせ、提案し

た設計指針に基づく機能進化が構造安定化と機能を向上

させるメカニズムを原子レベルで解明した。決定した構

造情報を基に系統的なアミノ酸置換を導入した変異体解

析を行い、作製した人工タンパク質の相互作用様式と構

造安定化のモデルを構築した。 

バイオ医薬品として認可済みのサイトカインタンパク

質の生体内安定性を向上させた後続バイオ医薬品の開発

を目指して、まず、タンパク質を構成するポリペプチド

を環状に連結する際の連結部分のアミノ酸を最適な配列

にするためのコンピュータプログラムを開発した。次い

で、上記サイトカインタンパク質を環状に連結した環状

化サイトカインを合成するためのインテイン系発現ベク

ターを構築し、大腸菌の形質転換、培養、溶菌、リフォ

ールディング、クロマトグラフィー精製、同定を行った。

さらに、精製した試料のレセプター結合活性を定量的に

評価し、環状化サイトカインが正しくフォールドし、活

性な立体構造を形成していることを明らかにした。 

生体膜内におけるタンパク質の分子構築機構解明の一

環としてα－へリックスのみからなる内在性膜タンパク

質3種類（Rs. rubrum B-875, Rb. capsulatus B800-

850, Rb. sphaeroides B800-850）の熱変性過程を円二

色性スペクトルと吸収スペクトルの変化によって調べた。

解析結果から異方性のある脂質二分子膜内集合体を形成

しているにもかかわらず、α－へリックスのみからなる

水溶性タンパク質と同様に変性過程が一段階であること

が確認され、へリックス形成のためのサブユニット内相

互作用が脂質との相互作用よりも強い可能性が示唆され

た。 

一般的な大腸菌を宿主とする発現系においては活性型

分子が得がたい難発現タンパク質の1つであるヒト Fas
リガンド細胞外ドメインを対象として、ピキア酵母を発

現用宿主とした分泌生産における精製収量の向上を目的

とした強制通気型のポリプロピレン製カルチャーバッグ

を用いた大量培養ならびに培養上清からの目的物の精製

システムの構築について検討した。その結果ヒト Fas
レセプター細胞外ドメインに対して特異的結合活性を示

すタグ配列を持たない当該タンパク質分子の誘導体につ

いて、これまでに比べて、より少ない培養回数で、かつ

培養上清の単位体積当り3倍の精製収量を得ることが可

能となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、分子設計、立体構造、人工

タンパク質、抗体医薬、分子進化工学、
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タンパク質発現生産、膜タンパク質、細

胞外ドメイン 

 

［テーマ題目５］微生物の細胞育種技術の開発 

［研究代表者］福田 展雄 

（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］福田 展雄（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

微生物が有する高度な機能の広範な産業利用を促すた

め、酵母の接合型変換および接合応答制御技術を確立し、

交配育種への応用を目指す。また、酵母のシグナル伝達

経路をヒト受容体の機能解析へと利用するための基盤技

術を開発し、創薬候補物質の探索での活用を図る。 

平成24年度は、酵母の育種技術の開発に注力した。自

然界でみられる酵母の接合型変換では、同質の酵母が接

合する自己倍数化が生じるが、これは異質の酵母を掛け

合わせる交配育種の障壁となる。そこで自己倍数化を阻

止するために、酵母の接合応答を誘起する遺伝子群 hsg
の発現を制御する技術を確立した。hsg の発現は、a1-
α2タンパク質複合体により抑制される。天然の a 型酵

母は a1のみを、α型酵母はα2のみを発現しているため、

a 型酵母にα2遺伝子を、α型酵母に a1遺伝子を導入して

強制発現させることで、標的酵母の接合を抑制すること

が可能となった。自己倍数化の抑制に基づく接合型変換

では、a/α型酵母から a/a 型およびα/α型酵母を作製す

ることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵母、育種、接合 

 

［テーマ題目６］微細藻類育種技術のための多糖類利用

技術の開発 

［研究代表者］芝上 基成 

（分子細胞育種研究グループ） 

［研究担当者］芝上 基成（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

微細藻類が有する物質産生機能の広範な産業利用を促

すため、高付加価値化合物物質産生機能の改良およびこ

れらの物質の利用技術の開発をあわせて図る必要がある。

本課題では特徴ある産生物質の中で最も複雑な構造をも

つ多糖類について利用技術を確立し、その出口を明確に

することで微細藻類の産業利用を促進することを目的と

する。 

具体的にはユーグレナが産生するパラミロンに着目し

た。パラミロンはセルロース類似のポリマーであるが、

セルロースとは違って天然では三重らせん構造の形で存

在しており、また溶液中で一旦ランダムコイル状になっ

ても三重らせん構造を再構築するという性質（自己組織

化能）を持っている。平成24年度はこの自己組織化能を

活用して、予め化学修飾を施したランダムコイル状ポリ

マーから表面に官能基が導入された三重らせんナノファ

イバーを合成した。このナノファイバーは各種顕微鏡観

察により三次元ネットワークを構築することを明らかと

し、また導入された官能基に応じた高い溶媒可溶性を獲

得することを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微細藻類、ナノファイバー 

 

［テーマ題目７］RNA 合成酵素の反応制御機構 

［研究代表者］富田 耕造（RNA プロセシング研究グ

ループ） 

［研究担当者］富田 耕造、竹下 大二郎、杉本 崇、

山下 征輔、小林 寿珠子、西垣 梓 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本テーマ課題では、典型的な鋳型を用いない RNA 合

成酵素、ウイルス由来の宿主因子と複合体を形成して機

能する RNA 合成酵素、そして高次生命現象発現に関与

するマイクロ RNA の代謝等にかかわる特殊な鋳型

RNA 合成酵素群に注目し、それらの酵素群の反応制御

基盤を明らかにすることを目的とする。 

 本年度は、典型的な鋳型を用いない RNA 合成酵素の

うち tRNA の修復をする酵素の基質認識、反応機構、

ウイルス由来の翻訳因子と複合体を形成する RNA 合成

酵素の RNA 複製の終結の反応機構、マイクロ RNA の

分解、代謝に関与する鋳型非依存的 RNA 合成酵素の反

応制御機構を明らかにすることを目指して研究を遂行し

た。 

具体的には、細菌由来の CCA 付加酵素、単体、

tRNA との複合体の X 線結晶構造解析、Qβウイルスの

RNA 複製酵素複合体が RNA 合成を終結する様子をあ

らわした X 線結晶構造解析を行った。また、マイクロ

RNA の代謝にかかわる鋳型非依存的に RNA 合成酵素

に相互作用する因子の質量分析、とその酵素の結晶化な

どをおこなった。 

CCA 付加酵素単体、tRNA との複合体の構造決定す

ることに成功し、tRNA 認識の分子構造基盤やヌクレオ

チドの特異性の分子構造基盤が明らかになった。今後、

構造をもとにした機能解析を進めるとともに、詳細な動

的反応分子構造基盤を目指した X 線構造解析をもすす

める。また、ウイルス由来の RNA 複製終結に関しては、

終結直前、終結直後をあらわした構造を決定することに

成功し、RNA 合成終結の動的反応分子基盤を明らかに

した。特に、RNA 合成終結時に、このウイルス由来

RNA 合成酵素は RNA の3’末端への鋳型非依存的なアデ

ノシン付加を行うが、この過程の詳細な動的反応分子基

盤が明らかになった。 

 また、このウイルスの RNA 合成酵素複合体とリボゾ

ーマル蛋白質との複合体による、ウイルスゲノム複製の

解析の試験管内システムをも開発した。今後、宿主リボ

ゾーマル蛋白質の RNA 合成における役割の分子構造基
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盤を明らかにして行く予定である。また、ヒト由来の、

マイクロ RNA の代謝分解のシグナルを、RNA へ付加

する鋳型非依存的 RNA 合成酵素に関しては、これらの

ヒト細胞での恒常的発現細胞を樹立し、この細胞を用い

て、これらの RNA 合成酵素と相互作用する蛋白質因子

を質量分析によって解析をおこなった。この中から、実

際にウエスタンブロティングにより相互作用をしている

ものをいくつか同定した。今後、これらの因子のマイク

ロ RNA への代謝分解のシグナル付加における役割を解

析する予定である。また、これらの酵素のうち、あるも

のに関しては結晶化を行い、X 線回折データが得られて

いる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA 合成、ウイルス、RNA、反応制御、 

機能、構造 

 

［テーマ題目８］ナノマテリアル材料を利用した高性能

センシング素子開発 

［研究代表者］丹羽 修（ナノバイオデバイス研究グル

ープ） 

［研究担当者］丹羽 修、佐藤 縁、鈴木 祥夫、 

吉岡 恭子、栗田 僚二、加藤 大（常

勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

本テーマでは、バイオ界面研究グループ、矢吹主幹研

究員と協力し、疾病マーカー分子などを高い感度と選択

性で検出するためのカーボン系薄膜材料、自己組織膜な

ど有機系の分子を利用した分子認識界面の構築、免疫法

などを用いた新規検出手法やデバイスの開発を目指して

いる。具体的には、(1)スパッタカーボン薄膜やナノ材

料を用いた電極基板開発とバイオセンシングへの展開 

(2)分子認識ソフト界面を利用したレクチン等の高感度

認識膜の開発(3)免疫センシング法をベースとした配列

特異的なメチル化 DNA 検出法やデバイスの開発である。 

(1)では、電子サイクロトロン共鳴（ECR）スパッタ

法で開発したナノカーボン薄膜をまず内毒素（リポポリ

サッカライド：LPS）の高感度電気化学バイオセンシン

グへの応用を行った。具体的には、カーボン薄膜上に

LPS を吸着する高分子を修飾し、LPS を吸着させた後、

酵素を修飾した LPS 認識プローブ（LPS 結合性のポリ

ミキシン B に酵素を標識した分子）を吸着させる。そ

の後、酵素の基質を加え生成した電気化学活性種を検出

することで、信号の増幅を行った。現時点では、信号の

増幅には成功したが、非特異的な吸着によるバックグラ

ウンドの信号も大きいため次年度でその課題の解決をめ

ざす。更に本センサを高感度化するために、シリコンゴ

ム製のマイクロ流路内にセンサを形成するための検討を

行い、マイクロ流路の幅や高さの最適化を行った。 

次にナノオーダーの棘状構造を表面に有するカーボン

薄膜電極が、酵素との電子移動速度に優れていることを

利用し、薬物代謝阻害を電気化学的に検出可能なセンサ

ー開発を始めた。具体的には、チトクローム P450酵素

の酵素反応を電極への直接電子移動でモニターし、阻害

候補物質添加による電流低下により薬物阻害のスクリー

ニングを行った。P450酵素は、前年度検討したチトク

ローム C に比べてサイズも大きく、カーボン薄膜の表

面にナノ構造体を形成した膜では、あまり明確な酵素と

電極間の直接電子移動が観測されなかった。そこで、ナ

ノ空間をより広い範囲でサイズ制御できるカーボンナノ

ファイバーを修飾した電極に P450を修飾し実験を行っ

た。その結果、電極と P450の直接電子移動に基づく酸

素還元電流の大幅な増加が観測された。また、酵素の基

質となる薬剤を加えると還元電流は増加し、薬物代謝を

簡便に調べるバイオセンサとしての基本的な動作を確認

することができた。一方、導電性酸化物の電極（インジ

ウム－錫酸化物）などでは、ナノ構造体なしでも同様の

効果があることが分かった。今後、酸化物電極の基礎的

な特性評価とセンサ応用についても検討を進める予定で

ある。 

 (2)では、糖鎖末端を有する自己組織化膜材料とアル

カンチオールを用いたハイブリッド型自己組織化膜を形

成し、レクチン認識の感度向上について、検討した。昨

年度より試みを行っていた電気化学手法による高感度化

を実際の測定系に取り入れるために、電気化学表面プラ

ズモン共鳴（SPR）測定と電気化学水晶振動子マイク

ロバランス法による測定を行い、レクチン認識の高感度

化現象を実際に利用していくための各種問題の解決に関

して検討を重ねた。その結果、レクチンを認識する糖鎖

末端を有するチオール化合物とフェロセンを末端有する

チオール化合物をハイブリッドした自己組織化膜からな

るソフト界面や末端に糖鎖とフェロセンの両方の置換基

を有するチオール化合物からなるソフト界面を用いて電

位印加によるフェロセン酸化前後でのレクチンの吸着挙

動を SPR 法で調べたところ、両方の場合共にレクチン

の認識能が大きく向上することが分かった。 

 (3)に関し、前年度行った電気化学発光法によるメチ

ルシトシンの免疫測定では、単鎖 DNA をターゲットと

したことから、ゲノム中のメチルシトシンの位置を特定

することが不可能だった。今年度はシーケンス選択的な

メチルシトシン検出法を考案し、モデル系で実証した。

具体的には、測定対象の（メチル）シトシンのみとミス

マッチを形成する相補的なプローブ DNA を作製し、タ

ーゲット DNA と2本鎖を形成した際に目的塩基だけが

飛び出す（バルジを形成）構造を形成させ、測定対象の

メチルシトシンのみを選択的に検出することに成功した。 

最後に他部門との協力として、環境管理部門主幹のプ

ロジェクト：アジア戦略「水プロジェクト」に参加し、

ナノカーボン薄膜電極を用いて環境中の重金属イオン

（カドミウムや鉛イオン）を電極上に濃縮し、その後酸

化するアノーディックストリッピング法で高感度検出を
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試みカドミウムの系では、nmol/mL の低い検出限界を

達成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン薄膜、電気化学測定、ナノ

構造体、薬剤管理、内毒素、薬物代謝測

定、遺伝子関連分子、表面プラズモン共

鳴、イムノアッセイ、電気化学発光、レ

クチン、表面修飾材料、重金属測定 

 

［テーマ題目９］機能性界面構築技術の開発 

［研究代表者］田中 睦生（バイオ界面研究グループ） 

［研究担当者］田中 睦生、澤口 隆博、根本 直、 

石井 則行、平田 芳樹、村上 悌一 

（常勤職員6名､他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマでは、界面に関する様々な知見に基づく基盤

的な研究を行うと同時に、ナノバイオデバイス研究グル

ープをはじめとした他の研究グループや機関と協力して

界面構築に関する基盤技術を展開し、疾病マーカー分子

等、生体関連物質を計測するバイオセンシングシステム

の新規構築を目指している。 

 バイオセンシング界面構築には、抗体や酵素などをは

じめとした機能性タンパク質の固定化、血清などの測定

試料中に含まれる計測対象外タンパク質の非特異吸着抑

制が必須である。このような機能を有する界面構築材料

として、機能性タンパク質を共有結合固定化できる表面

修飾材料、タンパク質の非特異吸着を抑制する表面修飾

材料を開発している。さらに機能性界面構築に向けた技

術の一環として、レクチンを検出できる糖鎖を導入した

表面修飾材料の合成法や、免疫に関わる補体タンパク質

を検出できる機能性タンパク質である補体レセプターの

産生分離法などを確立している。これらの界面構築材料

を用いて界面を構築し、その構造と機能を解析し、目的

とした機能性界面構築法の確立へと展開している。界面

構造解析においては、走査型プローブ顕微鏡を用いた分

子レベルでの構造解析手法開発を行った。生体分子は水

を含み柔らかいために変形しやすく、従来の走査型プロ

ーブ顕微鏡では変形した分子のイメージが観測されてし

まうという課題がある。そこで従来の走査型プローブ顕

微鏡を改造し、この問題を解決するとともに、界面近傍

での水分子構造についての情報も得ることができるよう

になった。走査型プローブ顕微鏡による解析のみならず、

電気化学的手法による界面構造解析も交えて、目的とし

た界面構造が構築されていることを明らかにできた。こ

れら構築した界面の機能は、導波モードセンサーを用い

たイムノアッセイにより評価した。抗レプチン抗体を用

いた系では、非標識検出法で100ng/mL の濃度の血清中

レプチンを検出できることが明らかになった。従来のセ

ンシング界面では、血清試料中のタンパク質の非特異吸

着が著しく測定困難であることが知られていることより、

新たに合成した界面構築表面修飾材料を用いて分子レベ

ルで制御した界面構築を実施することによって、高機能

バイオセンシング界面が構築できることが明らかになっ

た。 

 バイオセンサーには、目的とするマーカーの高感度検

出が可能なセンシングシステムが求められる一方で、臨

床現場で迅速に検査（POTC）できるセンシングシステ

ムの開発が、生活習慣病に対する予防対策としてますま

す重要になってきている。この要請に応えるべくコンパ

クト化が可能なセンシングシステムとして､質量検知型

センサーの一種であるオシレーターセンサーの開発を検

討している。従来の質量検知型センサーには水晶振動子

を利用しているが、オシレーターセンサーでは水晶振動

子に検出プローブとしてファイバーを取り付け、機能化

を実現しているのが特徴である。オシレーターセンサー

の基本的な検出回路を設計し、検出プローブであるファ

イバー部分にバイオセンシング界面を構築することによ

って、バイオセンサーとして機能することを明らかにし

ている。 

 生体の代謝生成物は多様であり、特定の物質だけをタ

ーゲットにしたセンシングシステムが機能しない場合も

存在する。そこで核磁気共鳴法や反射赤外吸収分析法等

の分光学的手法を用いて代謝生成物である物質や界面物

性を包括的に解析できるプロファイリング法について検

討開発すると共に、開発した手法の普及を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］表面修飾材料、機能性タンパク質、非特

異吸着抑制、走査型プローブ顕微鏡、導

波モードセンサー、オシレーターセンサ

ー、プロファイリング 

 

［テーマ題目10］バイオ計測の信頼性確保および比較互

換性の確保に向けた研究開発 

［研究代表者］関口 勇地（バイオメジャー研究グルー

プ） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、 

陶山 哲志、野田 尚宏、松倉 智子 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ計測の信頼性確保、およびその国内及び国際的

な比較互換性の確保（基準測定法の確立、標準物質の整

備など）に向け、そのための課題整理と標準化ニーズ調

査を進めるとともに、必要な技術的検討を行った。バイ

オ標準等の国際的な整合性を確保するため、国際度量委

員会物質量諮問委員会バイオアナリシスワーキンググル

ープに参加し、バイオ計測の標準化に関する議論に参加、

貢献した。また、バイオ標準に関する基盤技術の確立と

バイオ標準物質の開発、整備を実施し、RNA 認証標準

物質の合成と評価、頒布に向けた検討を実施した。また、

バイオ計測の精度管理方法の開発として、次世代シーク
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エンサーによる遺伝子定量技術の品質管理用核酸候補標

準品の有用性の評価を実施した。また、DNA マイクロ

アレイ技術や繊維検査に関するバイオ計測の国際標準化

に必要な研究開発を実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］標準化、遺伝子、DNA 定量、PCR、

DNA 標準物質、RNA 標準物質、国際比

較 

 

［テーマ題目11］バイオ計測基盤技術の研究開発 

［研究代表者］関口 勇地（バイオメジャー研究グルー

プ） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、

陶山 哲志、野田 尚宏、松倉 智子 

（常勤職員6名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 核酸や動物細胞を中心に、それら生体由来物質の計測

技術（バイオ計測技術）を進展させるための基盤技術の

開発を実施した。遺伝子量評価、あるいは遺伝子発現解

析を念頭に、エンドポイント定量法などを利用し核酸を

配列特異的に検出、定量を行う新規な手法の応用研究を

行い、昨年度に引き続き他機関と共同でその臨床的妥当

性等の検証を実施した。また、微生物由来核酸の定量技

術の開発を実施し、人工配列を有するスパイクイン16S 
rRNA 遺伝子による微生物相解析技術の品質管理方法を

新たに開発した。また、ヘリカーゼなどの核酸と相互作

用する酵素の活性を迅速かつ網羅的に評価するための基

盤技術開発とその応用を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子、DNA 定量、PCR、マイクロチ

ップ、細胞機能評価、動物細胞、凍結保

存、バイアビリティー、バイオイメージ

ング 

 

［テーマ題目12］神経疾患モデル動物の作製と分子動態

可視化技術の開発 

［研究代表者］戸井 基道（脳遺伝子研究グループ） 

［研究担当者］戸井 基道、加藤 薫、海老原 達彦、 

落石 知世、梶原 利一（常勤職員5名、

他3名） 

［研 究 内 容］ 

 疾患発症の分子メカニズムの解明とそれに対する創薬

支援技術の開発には、病態解析や様々な薬効解析を可能

にするモデル動物の作製が非常に有効である。特に脳神

経疾患や精神疾患については、その分子機構の詳細が不

明なものが多く、現在においても有効な治療方法や効果

的な薬剤の開発には至っていない。そこで、特に神経変

性や神経細胞死を誘発する神経疾患の原因タンパク質に

ついて、その分子レベルでの細胞内動態解析と、それを

基にした局在スクリーニングを行うことを目指したトラ

ンスジェニック動物の作製と解析を進めている。今年度

は、アルツハイマー病の原因タンパク質の1つ、アミロ

イドベータを生体内で可視化し、細胞内特異的に発現さ

せた新規モデル動物の作製・解析を行った。従来凝集性

タンパク質は、短いリンカー配列で蛍光タンパク質と繋

いでも、凝集により蛍光タンパク質の立体構造が阻害さ

れ、蛍光を発することができない。したがって、変性タ

ンパク質（アミロイドペプチド）と蛍光タンパク質を繋

ぐリンカー領域を工夫し、凝集しても蛍光を発し、生細

胞や個体内でも変性タンパク質の動態を観察することが

可能な融合タンパク質を開発した。また、従来通りに凝

集により蛍光を発しないタイプの融合タンパク質も細胞

に発現させて確認した。この結果、リンカー配列により

凝集状態を生体内でモニターする事が可能な可視化シス

テムであることが明らかとなった。さらにこれらの融合

タンパク質を線虫およびマウスに発現させてその実証を

行うと伴に、加齢に伴う疾患様表現型についての解析を

進めた。これにより、アミロイドベータの細胞内動態変

化のリアルタイム観察に初めて成功した。 

光学的解析手法の作製したモデル動物の神経細胞にお

けるタンパク質動態や、脳内の情報伝達をより詳細に解

析するための光学的可視化解析手法の改良を行った。シ

ナプスに局在するタンパク質やミトコンドリアの細胞内

動態を大気圧電子顕微鏡用いて観察し、形態変化と細胞

内微小構造を併せて観察する新たな技術として報告した。

また、核内タンパク質の運動機構について解析し、その

数理モデル解析と併せてその動きを生じるメカニズムを

明らかにした。超解像顕微鏡システムおよび観察サンプ

ル作製法の評価を行い、近い将来広く普及する事が予想

される超解像顕微観察法の確立に寄与した。来年度以降

これらの観察システムを用いて、作製した疾患モデル動

物における神経構造の変化やタンパク質動態、組織レベ

ルでの神経情報伝達の異常を解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経情報伝達、脳神経疾患、トランスジ

ェニック動物、可視化解析 

 

［テーマ題目13］分子進化工学を用いた生体分子の高機

能化 

［研究代表者］亀山 仁彦（脳機能調節因子研究グルー

プ） 

［研究担当者］亀山 仁彦、久保 泰、鈴木 理、 

近藤 哲朗、稲垣 英利、木村 忠史、 

大塚 幸雄（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生物の細胞間・細胞内の情報伝達は生体分子の相互作

用により制御されている。その中でも特に神経細胞に存

在する受容体やイオンチャネルなどを標的とした生理活

性ペプチド、生物毒などに注目し、標的分子認識メカニ

ズムを解析しそれを利用した創薬基盤技術開発・機器開
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発を行う。 

 ヘビ・クモなどの毒腺には様々な生理活性ペプチドが

存在する。これらの分子は自然界において長い時間をか

けた進化の過程で特化した機能、すなわち標的分子を特

異的に認識し結合する能力を獲得している分子であると

考えられる。これら生理活性ペプチドの単離精製・遺伝

子解析の過程で、これらの分子の構造上の特徴はその基

本骨格は保たれているが標的を認識する部位は変化に富

んでいることが内外の研究により明らかにされてきた。

この遺伝子配列上の特徴を利用して標的認識部位配列を

人工的にランダム配列化させた cDNA ライブラリーを

作製した。指向的分子進化工学手法を用いて目的の標的

分子に結合する活性分子の探索技術開発を行った。

Three Finger モチーフや Inhibitor Cystine Knot 
（ICK）モチーフ配列をもとに作製した人工 cDNA ラ

イブラリーを従来より開発中の大腸菌発現クローニング

実験系に発現させて標的とする分子を認識するペプチド

配列の同定を行った。標的分子としてヒト遺伝子配列

G タンパク質共役受容体（GPCR）やイオンチャネルな

どの膜タンパク質を大腸菌内膜に発現させた。本来のヒ

ト細胞で細胞外ドメイン部分をペリプラズム側に発現さ

せるべく大腸菌遺伝子産物との融合タンパク質として発

現させた。また、同時にペリプラズム内に人工 cDNA
ライブラリー転写産物を目的標的分子に結合する遺伝子

産物の選択を行った。選択に際して次世代シークエンサ

ーを用いた配列解析を行い、従来法より多種類の配列を

迅速に解析することが可能であることが確認された。開

発中の手法により得られるペプチドの配列・立体構造情

報などが創薬の際有効に利用されることが期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］指向的分子進化工学、生理活性ペプチド、

膜タンパク質 

 

［テーマ題目14］細胞増殖因子の新規機能とシグナル伝

達機構の研究 

［研究代表者］今村 亨（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］今村 亨、鈴木 理、浅田 眞弘 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 シグナル分子群の中で生体機能制御の鍵分子である、

細胞増殖因子の新規機能とそこに介在するシグナル伝達

機構の解明を通じ、得られた知見を基に、新たな創薬タ

ーゲットの発掘や新たな生体機能制御技術の開発を行う

ことを目標としている。平成24年度は、代謝調節ホルモ

ン（シグナル分子）である FGF19について、前年度に

引き続き大きな研究進展があった。ヒトとマウスに共通

のメカニズムとして、食後、胆汁の刺激により腸管で

FGF19（ヒト）/FGF15（マウス）が産生され、血流に

のって肝臓に到達し、肝臓における胆汁酸の合成を抑制

したり、グリコーゲンとして糖を貯蔵する肝臓機能を調

節したりする。前年度では生理的濃度の FGF19が特異

的活性を発揮するためにはヒト FGF 受容体4とヒト補

助受容体β－クロトーだけでなく、硫酸化グリコサミノ

グリカンが必要であることを初めて示した。今年度は、

FGF 受容体とβ－クロトーの両分子をヒト型分子（ヒ

トのアミノ酸配列を有する分子）からマウス型の分子に

替えて解析したところ、マウス型に対する FGF19の作

用は、ヒト型に比べて大きく異なる特異性を示すことを

見出した。現在に至るまで、ヒトの医薬開発を目指して

マウスのモデルが多用されているが、その結果の解釈に

は問題が含まれていることを注意喚起する重要な結果を

得た。この成果は国際専門誌に掲載され、創薬の研究領

域に大きな影響を与えた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シグナル分子、ホルモン、メタボリズム、

硫酸化グリコサミノグリカン、糖鎖 

 

［テーマ題目15］癌のシグナル伝達関連遺伝子の機能解

明による診断・治療への利用 

［研究代表者］木山 亮一 

（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］木山 亮一（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では腎癌の遺伝子変異解析により見出された癌

抑制遺伝子 Kank に関わる細胞内シグナル伝達のメカ

ニズムを解明することで、癌の治療・診断や創薬への利

用を目標とした基礎研究を行うことを目的としている。

Kank タンパク質は、RhoA/Rac1/Cdc42などの低分子

量 G タンパク質と相互作用をすることでそれらのタン

パク質が関与しているアクチン重合反応の制御を行って

おり、癌細胞では Kank の機能喪失によりアクチン繊

維の増強による仮足形成の活性化や細胞運動の亢進など

が起こる。また、キネシンモータータンパク質の一つで

ある Kif21A や細胞内輸送に関わる低分子量 G タンパク

質 Arf1 の GEF （ Guanine Nucleotide Exchange 
Factor）である BIG1などと相互作用をすることで、細

胞内輸送にも関わっていると考えられている。本年度は、

Kank と相互作用するタンパク質を解析することで、神

経樹状突起の形成や細胞運動に関与する葉状仮足やアク

チンストレスファイバーの形成における Kank の役割

について解明を進めた。さらに、Kank 遺伝子の過剰発

現やノックダウンによる細胞の形態変化などの解析を通

じて、Kank の細胞運動や細胞周期などとの関連につい

て解析を行った。また、得られた知見を診断に利用する

ために、光や温度に対して安定な蛍光色素を利用して、

Kank と CK7及び CD10の3つのマーカーと DAPI によ

る細胞核染色を組み合わせた4重蛍光染色法を開発し、

淡明細胞癌、嫌色素癌、乳頭癌などの腎癌のサブタイプ

の染色を行いそれらの病理データを解析することで、腎

癌のタイプ分けや予後判定などの病理診断に利用するた
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めの蛍光免疫染色法の開発を進めた。成果は英文総説

（invited review）を含めて論文や学会などで発表した。  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌抑制遺伝子、細胞運動、シグナル伝達  

 

［テーマ題目16］放射線障害の防護方法の開発 

［研究代表者］今村 亨（シグナル分子研究グループ） 

［研究担当者］今村 亨、浅田 眞弘、岡田 知子、 

松田 知栄、鈴木 理（シグナル分子研

究グループ）、古川 功治（分子複合医

薬研究グループ） 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、放射線障害の予防・治療薬の必要性が広く認識

されている。我々は、高線量放射線被ばくによる障害の

予防・治療に向けた細胞増殖因子の利用を目指してきた。

平成23年度までに、繊維芽細胞増殖因子（fibroblast 
growth factor (FGF)）群のなかで FGF1、FGF7、
FGF10に、X 線照射後のマウス腸管の生存クリプト数

減少を抑制し、骨髄におけるアポトーシスマーカー出現

を抑える効果を確認した。さらに、腸管の障害防止効果

においては、これらの中で FGF1が優れていることを示

した。FGF1は全ての FGF 受容体を活性化することか

らその効果を発揮できる組織範囲が広いことが想定され

る。平成24年度には、分子としての安定性と全ての

FGF 受容体を活性化する活性とを兼ね備えた安定化細

胞増殖因子 FGFC について、その実用化に向けて、放

射線の影響の防護に関する有効性を多面的評価によって

実証することを目的とする研究を推進した。その結果、

FGFC の優れた放射線防護活性を、複数の評価系で示

すことが出来た。特に、マクロな指標による確定的放射

線障害防護活性の評価として、実験動物に FGFC を投

与してから24時間後に高線量の放射線を照射したところ、

被ばく後の実験動物の個体死が、FGFC の用量依存的

に抑制され、動物の生存日数が延長する、という顕著な

効果を見出した。さらに別の実験系として、無処置の実

験動物に放射線を照射した短時間後に FGFC を動物に

投与した場合でも、被ばく後の生存日数が延長する効果

が認められた。これらのことより、FGFC は放射線防

護剤として障害抑制効果を有することが明確に認められ

た。この成果は広報され、大きな社会的関心を集めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線、障害防護、細胞増殖因子 

 

［テーマ題目17］電子線単粒子解析法の開発と新たなタ

ンパク質構造の解明 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 Diffration に依存する光学顕微鏡は光の波長が数百

nm のため、分解能はこの値から大きく離れることは難

しい。これに対して、電子顕微鏡は2Åにも達する高い

分解能を誇る。しかし従来の方法ではタンパク質は、微

かに薄い像としてしか写らない。薄い像でも膨大な数の

電顕像を組み合わせれば、高分解能の3次元構造を計算

できる。我々は、この単粒子解析技術を、情報学を駆使

して開発し、神経興奮の発生や、Ca シグナル、痛みの

伝達に重要なイオンチャネルを中心に研究してきた。イ

オンチャネルは脳において、神経興奮を司る重要な役割

を果たし、イオンを情報伝達物質として制御することで

様々な高次機能を実現している。しかし、チャネルの構

造解明は結晶をつくることの難しさから容易ではない。

我々は結晶を必要としない単粒子解析を開発し、これを

用いて、これまで Na チャンネル、IP3受容体チャンネ

ル、TRP チャネル、ORAI 等様々の心臓疾患や免疫疾

患に対する創薬に重要なタンパク質構造を解明してきた。

24年度は、さらに単粒子解析法を開発し、細胞骨格のタ

ンパク質である微小管の構造変化の解明に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、イオンチャン

ネル 

 

［テーマ題目18］新しい SEM 電子顕微鏡技術の開発 

［研究代表者］佐藤 主税（構造生理研究グループ） 

［研究担当者］佐藤 主税、小椋 俊彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 光顕は生きたまま細胞を観察できる素晴らしいツール

である。しかし、その分解能は紫外線の波長でも200nm
と大きい。電子顕微鏡は、光学顕微鏡では到達し得ない

高分解能を達成するツールであり、サブ nm レベルの分

解能を誇る。しかし、サンプルを真空に置く必要がある。

電子顕微鏡は真空に耐えるためには、脱水や蒸着等の長

い処理が必要で、柔らかい細胞内構造は壊されることも

多い。走査電子顕微鏡 SEM の技術を最新の半導体製造

用薄膜技術や細胞培養技術と融合させ、これまでに観察

不可能であった細胞内のダイナミックな構造変化を、自

然な状態で観察する ASEM を開発した。ASEM は液体

中で8nm の分解能で観察できる電子顕微鏡である。

ASEM は疎水処理を必要としないために免疫電顕とし

ても抗原の保護性能が高く、様々な抗原が検出できる。

そのため、金による免疫ラベルや染色法の開発により、

今問題となっている様々な疾患に関連するタンパク質の

細胞内での局在などを決定する。さらに様々な生物の微

細構造、細胞内小器官の観察を可能とする。24年度は、

さらに ASEM による免疫電顕法により微小管や F-
actin などの微小な構造変化を観察した。また、本方法

を用いて、マイコプラズマの足タンパク質の免疫電顕や

微小結晶の無染色観察に成功した。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、光学顕微鏡、細胞内小器官 

 

［テーマ題目19］ナノニードルアレイを用いた革新的細

胞分離解析技術の開発 

［研究代表者］中村 史（セルメカニクス研究グルー

プ） 

［研究担当者］中村 史、小林 健（集積マイクロシス

テム研究センター）、 

山村 昌平（健康工学研究部門）、 

川村 隆三、Yaron Silberberg、 
Sathuluri Ramachandra Rao、 

辻村 範行、下奥 万梨恵、三島 麻里、 

宮崎 みなみ（常勤職員3名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

本プログラムでは、抗体修飾ナノニードルアレイを用

いて、多数の細胞に対してこれを同時挿入し、細胞内で

抗原抗体相互作用により標的タンパク質を結合させ、こ

の結合力によって標的タンパク質を発現している細胞だ

けを機械的に釣り上げ、分離する技術を開発している。

この抗体の結合力を Fishing force と呼び、これに対し

て細胞の基板に対する接着力を減少させることにより、

細胞の釣り上げ分離を達成するものである。 

平成24年度の研究では、まず実際に抗体修飾ナノニー

ドルによる細胞の釣り上げ分離が可能であるかどうかを、

カンチレバー型ナノニードルを用いて実証した。抗ネス

チン抗体修飾ナノニードルを用いて、付着培養状態のネ

スチン陽性マウス胚性癌細胞 P19を抗体の結合力で強制

的に剥離させ分離することに成功した。釣り上げ時の力

は10nN 以上であり、ナノニードル表面に固定化された

抗体で細胞の釣り上げに十分な結合力が得られることを

証明した。ナノニードルアレイによる細胞の釣り上げ試

験を行うための、ナノニードルアレイの動作装置の作製、

ナノニードル直下に細胞を配列した細胞アレイの作製、

およびこれらを用いた挿入試験を行った。ナノニードル

アレイ動作装置は、静岡大学と協力することによって、

ピエゾモーターにより XYZ いずれの方向も0.1～

30µm/sec の任意の速度で動作可能である装置を作製し

た。細胞アレイの作製は、上記アレイ動作装置を用い、

ナノニードルアレイの作製工程で得られるマイクロピラ

ーアレイを用いたコンタクトプリント法により作製した。

細胞膜修飾剤（BAM）のスポットを BSA 被膜上に配列

し、単一細胞を繋留することにより細胞アレイを調製し

た。その結果、ナノニードルの直下に細胞が配列した割

合、細胞充填率は60%であり、総数6千個の細胞を配列

させることが可能であった。 

さらに、コンタクトプリントのインク液中の BAM 濃

度を調整することによって細胞の接着力を調整すること

が可能であった。この細胞アレイに対してナノニードル

アレイを動作装置により接近させ、挿入を試みた。その

結果、微小な角度のずれによりニードルと細胞の位置が

合わないことが明らかとなった。平成25年度は、細胞ア

レイの細胞充填率を90%以上に増大させ、ナノニードル

アレイ動作装置に対して微小回転調整治具の導入による

改良を行い、抗体固定化ナノニードルアレイによって細

胞の分離を行うことを目標とする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞分離、抗原抗体反応、ナノニードル、

AFM、接着制御 

 

［テーマ題目20］アクチンフィラメントの力学応答と機

能分化 

［研究代表者］上田 太郎（セルメカニクス研究グルー

プ） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃、梅木 伸久、 

古谷 のぞみ（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 アクチンフィラメントは、真核細胞の細胞運動や細胞

内物質輸送等のさまざまな現象で非常に重要な機能を果

たしている。たとえば、運動中の細胞性粘菌アメーバの

前部では、アクチンフィラメントの伸張が仮足を前方に

押しだし、後部ではミオシン II と相互作用して後端を

収縮させる。このように、細胞内にはアクチンフィラメ

ントを主成分とする多様な構造が共存し、それぞれ特異

的な機能を果たしている。このようなアクチンフィラメ

ントの機能分化は、相互作用しているタンパク質の差異

に基づくと考えられているが、個々のアクチンフィラメ

ントが、どのようにして適切なアクチン結合タンパク質

と結合するのかについてはよく分かっていない。これに

対してわれわれは、細胞内アクチンフィラメントのこう

した機能分化には、外力や特異的アクチン結合タンパク

質によるフィラメントの構造変化が重要な機能を果たし

ているのではないかという仮説の検証に取り組んでいる。 

 今年度は生化学的アプローチに注力した。われわれは、

アクチン－S1融合タンパク質とコフィリン－アクチン

融合タンパク質というユニークなタンパク質の発現系を

確立しており（S1はミオシン II のモータードメンイン）、

昨年度までに、アクチン－S1融合タンパク質とコフィ

リン－アクチン融合タンパク質をそれぞれ正常アクチン

と共重合させ、融合タンパク質が近傍の正常アクチンに

及ぼす影響を共沈実験により調べたところ、アクチン－

S1融合タンパク質は、近傍の正常アクチンとコフィリ

ンの結合を阻害する一方、コフィリン－アクチン融合タ

ンパク質は、近傍の正常アクチンとコフィリンの結合を

促進し、ミオシンの結合を阻害することを見出していた。

これらの結果は、アクチンフィラメントの構造変化を介

して、ミオシンとコフィリンが相互排他的にアクチンフ

ィラメントと結合することを示唆しており、大変興味深

い。しかしアクチン－S1融合タンパク質による正常ア

クチンの構造変がミオシンの結合を促進することを示す
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データがまだ得られておらず、この点を解決することが、

本プロジェクトの当面の目標となっていた。そこでミオ

シン結合がさらなるミオシン結合を促進する条件の探索

を進め、従来の実験よりはるかに低濃度のミオシンで検

討すべであることが示唆された。 

 さらに、Asp11を置換したアクチンの変異は優性にヒ

トの先天性ミオパチーを引き起こすので、独自の組換え

アクチン発現系を活用してこれを調製し、その生化学的

解析を進めた。その結果、この Asp11変異アクチンは

ヌクレオチド交換速度が速いため、フィラメントに取り

込まれて ATP を加水分解したあとも ADP 型にとどま

らずに ATP 型に戻ってしまうため、コフィリンとの相

互作用が阻害され、その結果強い細胞毒性をもつように

なることを示した。 

 またこの課題で特筆すべき成果として、6月に関連す

る提案が科研費新学術領域の計画研究に採択され、年度

途中から予算が拡充された。これを活用し、所有する全

反射顕微鏡システムの全面的な改良を進め、超高感度カ

メラを導入するとともに、3色同時観察可能な独自の光

学系を設計しこれを導入した。これにより、複数の細胞

内蛍光タンパク質の動態を同時に観察したり、アクチン

フィラメントと二つのアクチン結合タンパク質が結合す

る際の相互作用をライブ観察できることになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞極性、メカノバイオロジー、協同的

結合 

 

［テーマ題目21］ガンにおけるモータリンと CARF の

分子解析と抗癌剤の開発  

［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

ストレス応答タンパク質の一種であるモータリン（ミ

トコンドリア熱ショックタンパク質70）はガン細胞に過

剰発現しており、ヒトの発ガンに関与することが示唆さ

れている。さらに、腫瘍細胞のプロテオミクス解析によ

って肝細胞ガン（HCC）の転移および再発のマーカー

として同定されている。これまでの研究から、モータリ

ンを抑制する siRNA は、ほとんどの HCC 株において

アポトーシスを誘導する。我々による詳細な解析の結果、

カスパーゼ3を通じた p53変異体のアポトーシス活性を

引き起こすことを見出している。さらに、モータリンと

p53の相互作用がガン細胞およびストレス細胞に特異的

であることを明らかにした。したがって、これらは治療

に向けた腫瘍細胞特異的な標的となる。また、モータリ

ンを標的とした腫瘍崩壊アデノウイルスは、強いガン抑

制作用と血管形成阻害を示し、血管形成への関与が示唆

された。さらに抗モータリン・モノクローナル抗体を新

規に作製したところ、そのうちいくつかの抗体が、これ

まで以上に細胞に内在化する特徴を示している。モータ

リンに関しては、これまでの研究成果の集大成として、

モータリンの生物学と題した書籍を上梓した。抗モータ

リン抗体については、生体内における細胞の長期観測の

ためのナノ粒子としての利用とともに、将来的な抗ガン

剤としての評価も行っている。 

CARF はガン抑制遺伝子 p53の経路を活性化する因子

として以前より報告されている。最近我々は、CARF
の過剰発現がヒト細胞において早期の老化を引き起こす

ことを見出した。また、CARF の抑制が異数性とアポ

トーシスを誘導することから、CARF がガン細胞の維

持に必須なタンパク質ではないかと考え、CARF 抑制

の siRNA や抗体の抗ガン剤としての有効性を検討して

いる。さらに、CARF によって制御されるシグナル伝

達の解析を行い、CARF がストレス等による細胞老化

おいて、DNA 損傷への応答の重要な因子であることを

見いだした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］モータリン、抗癌作用、内在化抗体、ナ

ノ粒子、モータリン siRNA、CARF、

CARF siRNA、apoptosis 
 

［テーマ題目22］生体分子メカニズムの解明とこれを制

御する天然物由来活性物質の探索・利用 

［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

伝統的なハーブ療法は、基礎研究のみならず臨床面で

も統合的かつ実証的な西洋医療と並んで、高く評価され

てきている。アシュワガンダ（Withania somnifera: 
Solanaceae）は、インド周辺地域において自生するハ

ーブであり1000年以上伝承されてきた伝統的な民間治療

薬として広く使われてきた。長年にわたる知見から健康

に有効であることが信じられてきたものの、アシュワガ

ンダが作用するメカニズムについては、ほとんど理解さ

れてこなかった。そこで我々は独自にアシュワガンダ葉

部のアルコール抽出物（i-Extract）を精製し培養細胞

および動物実験において抗ガン活性があることを見出し

た。また i-Extract とその成分（i- Factor/ withanone）
が一定の濃度において、正常細胞には影響を与えずにガ

ン細胞を選択的に死滅させることを見出した。今年度は、

アシュワガンダの葉から抽出された低分子の化学物質を

癌細胞に添加したところ、モータリンと p53の相互作用

の阻害を通して、癌細胞増殖の抑制が観測された。モー

タリンと p53の相互作用がアシュワガンダ抽出物によっ

て阻害されるメカニズムは、コンピューターを用いたシ

ミュレーション解析によって裏付けされている。さらに、
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遺伝子を網羅的に抑制（siRNA や ribozyme）解析する

スクリーニング法を用い、i-Extract が標的とする遺伝

子とガン細胞の選択的な死滅に関与する経路を同定した。

興味深いことに、i-Extract や i-Factor といった成分が、

紫外線や化合物等から誘導される酸化ストレスから、ヒ

ト正常細胞を保護する作用があること、脳由来の細胞を

保護し、分化を誘導すること等もあわせて見出している。 

 また、i-Extract の成分の量比を変化させて、神経分

化を誘導する組合せを新たに見出している。さらに抗ガ

ン作用、抗老化作用抗ストレス作用、分化誘導作用を有

するアシュワガンダの水溶性成分抽出法を確立している。

これらの分子レベルでの作用機序について、情報科学と

実験の両面を交えて、種々のアプローチから解析を行っ

ている。その結果、i-Factor は、(1)モータリン-p53お
よび(2)オーロラ A-TPX2の両相互作用を標的とし、癌

細胞の増殖を抑制することを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞増殖制御、老化、ガン、植物抽出物、

酸化ストレス、神経分化  

 

［テーマ題目23］タンパク質を構成しないノンコーディ

ング RNA 
［研究代表者］ワダワ レヌー（細胞増殖制御研究グル

ープ） 

［研究担当者］ワダワ レヌー、カウル スニル、 

加藤 義雄（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

細胞には、細胞分裂によって細胞数を増やす「増殖」

と、自己増殖を止めて別の特性を持つ細胞へと舵を切る

「分化」という2つの方向性がある。従来、細胞増殖や

分化に関わる細胞性の因子を探索するために、タンパク

質をコードする遺伝子について様々な解析が行われてき

たが、依然として不明な部分も多い。そこで我々はタン

パク質をコードしないノンコーディング RNA の中でも

特に小さな RNA（miRNA）に着目し、細胞増殖や分化

においてどのような miRNA の発現が変化しているかに

ついて解析を行っている。特に近年、種々の疾患に関与

する miRNA が見出されてきており、治療薬や診断薬の

ターゲット分子として、産業応用されることが期待され

ている。我々は生きた細胞内の miRNA の発現を1細胞

レベルで定量化する独自の技術を利用して、細胞増殖や

分化に関わる miRNA の解析を行っている。 

我々はこれまでの研究で、軟骨特異的に発現する

miRNA である miR-140が、軟骨の発生および恒常性に

重要であることを見いだしてきた。軟骨特異的に発現す

るノンコーディング RNA の中でも、miR-140が変形性

関節症患者において減少していることに着目し、miR-

140欠損マウスを作製した。miR-140(-/-)マウスは、全

体的に見ると正常に発生するが、月齢が高くなるにつれ

て顕著な関節炎様症状を示した。miR-140過剰発現マウ

スではこの傾向が逆転し、関節炎に対して抵抗を示した。

詳細な解析の結果、miR-140は軟骨基質分解酵素

Adamts-5を標的として抑制し、miR-140の低下によっ

て関節炎様症状が引き起こされることを明らかにしてい

る。培養細胞における詳細な解析の結果、miR-140は

IL-1の刺激によって発現量が低下する。また変形性関

節症の場合、miR-140の発現は低くなっていることから、

変形性関節症における miR-140発現の低下は、IL-1刺
激によるものだと考えられる。 

より詳細なメカニズムを解明するため、転写因子

Sox9の欠損マウスおよび過剰発現細胞を用いて解析を

行い、miR-140の発現が Sox9によって促進されること

を示した。さらなる詳細な検討により、Sox9と共に軟

骨分化を制御する転写因子である Sox5と Sox6が miR-

140の発現制御に関わることを示した。miR-140は軟骨

細胞の分化だけでなく、関節炎にも深く関与しているこ

とを明らかにしており、関節炎治療へ向けた分子メカニ

ズムの一端を明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］miRNA アレイ、細胞増殖、細胞分化、 

miRNA-296 

 

［テーマ題目24］核酸アプタマースペクトル解析法の開

発 

［研究代表者］宮岸 真（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］宮岸 真、村上 和由 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

核酸アプタマーはターゲット分子を認識する人工核酸

であり、加齢黄斑変性症治療薬として、Macugen が薬

として市場に出ているが、その開発には、時間、労力が

掛かることが大きな課題となっている。また、核酸アプ

タマーは、ターゲット分子の親和性の高さや、低分子化

合物への抗体では検出できないような低分子、毒物に対

する検出への利用が期待されているが、現在のところ、

目立った商品化に至っていない状況である。 

本研究課題では、近年、急速に進歩している次世代シ

ークエンサー技術を応用することにより、新しい検出法

として、ランダマイズしたアプタマーの全ての配列情報

をスペクトルとして扱い、ターゲットを認識する方法を

提案している。これまでの研究では、物質に対して、安

定したスペクトルを得ることが可能であることを示して

きた。 

本年度においては、これをさらに進展させ、ターゲッ

ト物質の微妙な違いがスペクトルに反映しているか否か

に関し検討を行った。ターゲット分子としては、アミノ

酸レベルで約80%の相同性があるマウスとヒトのトロン

ビンを用い、G-カルテット構造を持つトロンビンアプ

タマーのループ領域6塩基をランダム化したライブラリ

ーを作成し、それぞれのトロンビンに結合するアプタマ
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ーの配列スペクトルの解析を行った。その結果、マウス

およびヒトトロンビンに特徴的な配列スペクトルが得ら

れることがわかり、このアプタマーを用いたスペクトル

解析手法により、非常に似たターゲット分子でも詳細に

区別することができることが判明した。今後は、この手

法を、より高い親和性で様々なターゲットに対しても適

応できる汎用的な検出システムとして、開発を進めて行

きたいと考えている。 

 

［テーマ題目25］アディクシンの脳内生理機能に関する

解析 

［研究代表者］池本 光志 

（分子複合医薬研究グループ） 

［研究担当者］池本 光志、荒野 拓 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、①モルヒネ耐性依存現象に関与する因子と

して痛みに関与する脳内領域であるマウス扁桃体より独

自に同定した「アディクシン」（神経型グルタミン酸輸

送体 EAAC1機能制御因子）の脳内生理機能の解明、②

「アディクシン」がモルヒネ鎮痛機構へ関与する可能性

を検討することを目的として実施している。既に、国内

外の研究グループの in vivo 解析により、アディクシン

が、モルヒネ依存、てんかん、アルコール中毒、統合失

調症等の多彩な精神神経疾患の発症に関与することが報

告されている。また、アディクシンはδオピオイド受容

体と結合することから、アディクシンがモルヒネ鎮痛効

果発現に深く関与する可能性が示唆されている。 

 我々は、アディクシンが多様な分子複合体形成能を有

することに着目し、Yeast Two-hybrid 法を用いてアデ

ィクシン結合蛋白質を同定することによってアディクシ

ンのモルヒネ鎮痛効果発現機構への関与を検討している。

これまでに、マウス胎全児17日目およびマウス7週齢全

能 cDNA ライブラリーより、新たに17種類のアディク

シン結合候補蛋白質を同定し、バイオインフォマティク

ス的解析を実施したところ、アディクシンは特定シグナ

ル系の制御因子群と分子複合体ネットワークを形成する

興味深い結果を得た。また、アディクシン結合候補蛋白

質の一つとして同定した、膜1回貫通型の BMP シグナ

ル阻害因子である Tomoregulin-1（TR-1）に関して解

析を進めたところ、① Tomoregulin-1は in vitro 系お

よび in vivo 系においてアディクシン結合蛋白質として

機能すること、② アディクシンは TR-1との結合を介

して TR-1の細胞内局在を制御可能であること、③ ア

ディクシンは TR-1の小胞体から細胞膜上への細胞内輸

送を抑制し、TR-1の細胞膜上の発現量の制御に関与す

ることが明らかとなった。神経型グルタミン酸輸送体

EAAC1の小胞体から細胞膜上への細胞内輸送がアディ

クシンによって抑制されることが既に報告されているが、

TR-1に関しても同様の機構が存在することから、アデ

ィクシンの主要な生理機能として、多彩な結合因子群の

小胞体から細胞膜への細胞内輸送制御を担っている可能

性が高いことが示唆された。また、アディクシンは、

TR-1の細胞膜上の発現量を制御することで TR-1シグ

ナル系ならびに生理機能を制御する可能性もある。現在、

神経系における TR-1シグナル系とその意義の解明、さ

らには鎮痛機構への関与に関してさらに検討を進めてい

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アディクシン、Tomoregulin-1、細胞内

輸送、モルヒネ鎮痛 

 

⑨【ヒューマンライフテクノロジー研究部門】 
（Human Technology Research Institute） 

（存続期間：2001.4～終了日） 

 

研 究部門長：赤松 幹之 

副研究部門長：本間 一弘、横井 孝志 

総括研究主幹：梅山 伸二 

 

所在地：つくば中央第6、第2、東事業所、北サイト 

人 員：86名（86名） 

経 費：745,481千円（464,945千円） 

 

概 要：  

 ヒューマンライフテクノロジー研究部門では、生活

者や生体システムとしての人間を科学的に探求するこ

とにより、少子高齢化し高度に情報化された社会の中

で暮らす人々のニーズを見極めつつ、人間にとって安

全で安心かつ有益な技術を人々の生活に導入すること

を目標として研究開発を行う。この目的のために、安

全・安心な生活環境を創出する機器、使いやすい製品

を設計することを支援する技術、健康増進のための機

器、患者にとって安全で負担の少ない医療機器技術、

医療高度化の支援技術などの研究開発を進め、さらに

人間生活及び医療福祉機器関連産業の育成・活性化に

貢献する。 

 特に人間の心身活動を深く理解するための研究を行

うとともに、科学技術の利用者である人間側に視点を

おきながら、人間の能力発揮や機能回復を支援する技

術を開発することをミッションとする。 

 

課題１ 人間の状況認知・遂行能力の評価・支援技

術（人間生活工学分野）： 

 ディマンドとパフォーマンスの適合による認知行動

タスクの最適化を目指し、以下の要素技術の開発に取

り組む。即ち人間の認知処理容量を脳全体の酸素代謝

から推定するための光と超音波を組み合わせた計測方

法の開発を継続し、人間工学実験によって有効性を確

認する。近赤外脳機能計測装置に対しては、頭部血流
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動態の生理学的考察やシミュレーションに基づき、ア

ーティファクト除去が可能な手法の開発を進める。ま

た、人間の適応的タスク遂行能力のモデル化によりタ

スクディマンドを行動から推定する手法の構築を行う。 

 

課題２ 心身の適応力の向上のための評価・支援技

術（健康福祉工学分野）： 

 健康維持増進技術の一環として、心身の適応能力向

上のための評価・支援技術を構築する。そのために、

心身の相互応答特性を解明するとともに、心身の適応

状態を計測・評価する技術を開発する。 

具体的には、運動習慣、睡眠、温熱環境などの身体

的要因と、精神ストレス、心理状態、認知機能などの

精神・心理要因との関係を明らかにし、身心適応能力

を向上させる技術開発につなげる。また、血流応答や

血管硬化度、音声情報などを用いて、身心の適応性を

計測・評価するための生理的・心理的手法を開発する。 

 

課題３ 生活自立支援のための身体機能回復技術

（福祉工学分野）： 

 次世代リハビリテーション技術の指針を提供するこ

とを目標に、生活自立支援のための身体機能回復技術

構築の一環として、脳機能に着目したニューロリハビ

リテーション技術と食の QOL 向上のための基盤研究

を行う。具体的には、動物実験を通じて脳の適応能力

機構を解明し、その回復のプロセスと要因を明らかに

するとともに、残存機能を活かすニューロリハビリテ

ーション技術を開発する。また、身体の生理機能や認

知機能の理解に関わる研究を通じて、長寿社会での

人々のライフスタイルの充実に向けた、食生活の

QOL 向上のための介護・リハビリ支援技術の基礎を

構築する。 

 

課題４ 安全で負担の少ない医療機器技術、医療高

度化の支援技術（医工学分野）： 

 医工学分野におけるトランスレーショナル・リサー

チや本格研究の実践によって、第三世代生体材料の研

究開発やその基礎研究を核としながら、次世代人工心

臓の開発を行うとともに、低侵襲機器と組合せた治療

法の研究開発を進める。適用疾患として骨疾患、心疾

患、がんを想定し、それぞれ、高齢社会の QOL 向上

二大死因の克服といった社会ニーズに対応する。 

 

課題５ 人間生活製品、福祉、医療機器技術の標準

化研究（標準化分野）： 

 人間特性に基づいた適正な製品の設計・開発や安全

で迅速な医療機器の設計・開発を支援することをねら

いに、人間工学的視点及び医療機器に対する技術的視

点から、アクセシブルデザイン技術の標準化研究、映

像の生体安全性に関する国際標準化、再生医療製品を

含む医療機器開発に対するガイドライン策定と標準化

を推進する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

交付金 標準基盤研究 1型色覚および2型色覚の等歩

度色知覚尺度（色差）、色差式および均等色空間 

 

交付金 標準基盤研究 情報技術における音声命令の標

準化 

 

交付金 標準基盤研究 アジア人高齢者人工関節のため

の基盤技術の標準化 

 

交付金 標準基盤研究 【FS】産総研ニューロマーケ

ティング支援フレームワークの構築 

 

交付金 標準基盤研究 高齢者・ロービジョン者のため

の適正照度の標準化：歩行環境 

 

交付金 標準基盤研究 整形インプラントの力学試験方

法の国内及び国際標準化 

 

外部資金： 

経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業 平成24年度日米エネルギー環境技術研

究・標準化協力事業（日米先端技術標準化研究協力） 

3D 映像 

 

経済産業省 平成24年度国際標準化推進事業委託費 平

成24年度国際標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化

加速事業（国際標準共同研究開発事業：アクセシブルデ

ザイン及びその適合性評価に関する国際標準化）） 

 

経済産業省 平成24年度国際標準化推進事業委託費 平

成24年度国際標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化

加速事業（国際標準共同研究開発事業：バイオセラミッ

クスの再生医療用特性評価法に関する標準化）） 

 

経済産業省 平成24年度医療機器開発ガイドライン策定

事業 平成24年度医療機器等の開発・実用化促進のため

のガイドライン策定事業（医療機器に関する開発ガイド

ライン作成のための支援事業） 

 

（独）科学技術振興機構 産学共創基礎基盤研究プログ

ラム バイオメディカル光イメージングにおける数理モ

デルと画像再構成 

 

（独）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（さ

きがけ）大脳皮質への神経活動入力による機能回復促進 
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（独）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（さ

きがけ）BMI を介した観察者間の知覚共有技術の開発 

 

（独）科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協力推進

事業「日本－米国研究交流」社会ロボットにおける文化

的モデルに関する研究－日本とアメリカにおけるロボッ

トの利用者の比較に関する研究 

 

（公財）静岡県産業振興財団 平成23年度課題解決型医

療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連携支援事

業（ふじのくに先端医療総合特区） 高生体適合性（カ

スタムメイド）インプラントの上市を目指した研究開発 

 

（財）木原記念横浜生命科学振興財団 平成23年度課題

解決型医療機器の開発・改良に向けた病院・企業間の連

携支援事業（京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略

総合特区） 超音波画像装置の開発 

 

（公財）テクノエイド協会 平成24年度福祉用・介護ロ

ボット実用化支援事業 介護施設等モニター協力にかか

わる事業（アザラシ型メンタルコミットロボット「パロ

（セラピー用）」） 

 

（国）東北大学 神経・血管温存下に最大限の病変摘出

を行う手術用治療器（パルスウォータージェットメス）

の開発 

 

（一社）至誠会 平成24年度岡本糸枝学術研究助成 粘

膜剥離手技研修用実態シミュレータの研究開発 

 

（公財）立石科学技術振興財団 平成24年度研究助成

(B) アバターロボットを制御する脳波コミュニケーシ

ョン技術の開発 

 

（公財）LIXIL 住生活財団 平成24年度調査研究助成 

安全で快適な半屋外・居住環境形成のための高齢者の温

熱生理・心理・行動特性に関する研究 

 

（公財）ブレインサイエンス振興財団 海外研究者招聘

助成 運動学習における小脳－基底核連関を探る 

 

（財）イオン工学振興財団 平成23年度研究助成 免疫

応答を高めるための新規メソ多孔質アルミ化合物アジュ

バント 

 

（財）サッポロ生物科学振興財団 平成24年度研究助成 

一般食品の味覚に対する感知しやすさと感覚的強度に基

づいた消費者の食物認知に関わる国際比較 

 

（財）ライフサイエンス振興財団 平成23年度研究助成 

視床－皮質ネットワークが司る注意統合機構とその病態

解明 

 

（財）中山科学振興財団 平成23年度研究助成 睡眠不

足が情動記憶の偏向および脳活動に及ぼす効果検証 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 小型遠

心ポンプ用いた可搬式除水システムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) オープ

ンプランにおけるスピーチプライバシ保護のためのハイ

ブリット設計技術の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 3次元

有効視野計測法の開発と、それに基づく人間の視空間情

報収集特性の加齢変化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) ふく射

輸送現象論に基づくヒト頭部内光伝播の解明と光マッピ

ング画像の高度化 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 随意運

動に先行する脳活動の同定－セントラルコマンド発生機

構の探索 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 筋活動

と早期がんの画像診断を目的としたマイクロ波局所糖代

謝イメージング 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 時空間

変調に基づく光－超音波融合高機能生体イメージング法

の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 音響放

射力を伴う超音波の生体組織への影響 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 筋委縮

性側索硬化症療養者の病態生理に基づく革新的な意思伝

達手段開発に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

サル内包梗塞モデルを用いた脳機能回復メカニズムの解

明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 推論の

複雑性に関する圏論的アプローチ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 並列処

理に基づく物体認識アルゴリズムに関する研究 
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文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 孤立し

た大地震被災地の初動救命活動を支援する可搬動力シス

テムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 雨

天時の視覚障害者の歩行環境整備に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 選択反

応時間タスクを用いた脳梗塞片麻痺の回復過程の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 研究活動スタート支援 

視覚における非意図的な時間文脈ベースの予測に関する

脳内情報処理モデルの構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 運動中

の血圧が加齢に伴って上昇するメカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 視知覚

の「まとまり」を支える脳内ダイナミクス 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 認知症

高齢者を対象としたメンタルコミットロボット・パロを

活用したケア効果 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 運動習

慣が脳循環動態・脳循環調節機能に及ぼす影響：脳疾患

予防の基礎的研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 側頭

葉の階層的な情報処理のメカニズムと顔認知における役

割 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) プライ

バシー保護のための情報幾何的協調フィルタリング 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 脳皮質

神経カラム電気刺激による人工感覚の生成とその制御 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 情報論

的自己組織化マップとその応用 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 脳波の

位相同期性解析およびグラフ理論解析を用いた視覚的注

意の評価手法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 変動す

る温熱環境が睡眠時の人体に及ぼす影響の評価技術の開

発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 訓練サ

ンプル最適化による識別器の性能向上手法 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 超音波

血管機能検査装置の高度化と血流依存性血管拡張機序の

解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 定位行

動の意思決定に関わる脳内機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 微弱高

周波電界による生体内計測技術 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 報酬獲

得のための行動決定制御の脳内情報処理機構 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 運動機

能可塑性における赤核機能・構造連関の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 側頭葉

におけるカテゴリー化の神経機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 報酬獲

得のための行動決定制御の脳内情報処理機構 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 高度な

計測信頼性を実現する新型近赤外脳機能計測システムの

開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 特別研究員奨励費 妊

娠高血圧症候群に対する運動の有効性の検討ならびにそ

のメカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 虚弱高

齢者の定量的身体機能計測に基づいた縦断的転倒リスク

評価指標の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 自閉特

性が顔認知に与える影響－分類画像法および反応一貫性

分析による検討－ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 物理・

免疫融合療法に用いる in situ 癌免疫誘導のためのナノ

構造アジュバント 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 睡眠

中の潜在記憶学習の可能性 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 色覚

障害者に配慮した均等色空間および色差式の確立に向け

た基礎研究 
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文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 自己

と他者の認識が感覚情報処理に与える影響－社会性と知

覚の接点－ 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 多感覚

情報の脳内統合機構の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 血液自

身を潤滑液として回転浮上する長期使用可能な補助循環

ポンプに関する研究開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

領域提案型) 意思決定における「迷い」の検知・制御

メカニズム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 実世

界環境下での輻輳眼球運動計測による視空間情報処理の

研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 低容量

回線でも高画質画像を活用できる「超舞台」遠隔交流学

習支援システムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(A) 教育ク

ラウドによる学習支援環境の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 社会的

公正性に配慮したデータマイニング技術 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(A) 海馬バ

インディングの脳認知科学研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 側頭葉

における報酬に基づいた視覚刺激の連合記憶メカニズム

の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 半正

値四次形式の比の和で表される関数の最適化とその幾何

学 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 加齢

変化を考慮した騒音評価方法の開発に向けた聴覚モデル

の構築 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) 認知行

動を取捨選択制御する前頭前野神経回路機構の研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 前頭前

野における神経調節物質の影響に関する研究 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 ヒー

トショックが人体の過渡状態に及ぼす影響評価 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) 時間的

同期に基づいた異種感覚モダリティ間・属性間の情報統

合メカニズムの解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究 質感

認知に関わる視聴触覚情報の心理物理的分析 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(B) サル下

側頭葉における無意識下での視覚情報処理様式の解明 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 MR
エラストグラフィーによる非侵襲的頭蓋内圧・コンプラ

イアンス・脳自動調節能評価 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(C) パルス

ジェットメスによる末梢神経機能温存下拡大経蝶形骨洞

腫瘍摘出法の開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 イン

フラ途絶下において利用可能な体温管理システムの開発 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手研究(A) 生体内

超音波ビーム計測及び制御法を用いた低侵襲超音波診断

治療統合システム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 非侵

襲超音波痛み評価・治療統合システム 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究(B) 体外補

助循環における出血・血液凝固の非侵襲連続光診断法の

確立 

 

発 表：誌上発表270件、口頭発表487件、その他81件 

--------------------------------------------------------------------------- 
アクセシブルデザイン研究グループ 

（Accessible Design Group） 
研究グループ長：倉片 憲治 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 高齢社会における安全で快適な生活に関する研究を

遂行し、人間生活関連産業の育成・活性化に貢献する

ことを目標とする。このため、人間の感覚知覚の分野

において、高齢者・障害者の特性を人間工学的に計測

し、そのデータベースを作成するとともに、それに基

づいて ISO/IEC ガイド71に推奨された高齢者・障害

者配慮の設計技術（アクセシブルデザイン技術）を開

発する。さらに、その技術を国内外の規格として制定
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し、アクセシブルデザイン製品の普及を目指す。 

 研究領域は、聴覚・視覚・触覚等の基本的な感覚知

覚特性及びこれらの感覚情報から認識レベルに至る過

程の特性（言語理解、文字認識など）を対象とする。 

 具体的には、高齢者及びロービジョン（弱視）のた

めの視覚情報提示技術、音及び音声による情報提示・

移動支援技術、加齢効果を含む聴覚特性の個人差を考

慮した騒音評価法、情報通信機器のアクセシビリティ、

視覚障害者のための触覚情報提示技術などを研究課題

とする。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

マルチモダリティ研究グループ 

（Multimodal Integration Research Group） 
研究グループ長：氏家 弘裕 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の視覚、聴覚、味嗅覚、平衡覚および運動感覚

等についての情報の統合機構解明を前提として、人間

の感覚知覚統合機能に適合した VR 環境等のマルチモ

ーダル情報提示に関する技術開発を目指し、以下の研

究を実施する。 

(1) 製品・環境等のパフォーマンス適合性評価： 

 人間環境を取り巻くマルチモーダル情報提示の機

能性について、パフォーマンス適合性の観点による

計測・評価手法の開発を目指す。具体的には、視覚、

聴覚、体性感覚フィードバックによる行為特性の解

明と製品・環境の適合性評価への展開、及び口腔内

での味覚、嗅覚、触覚間の統合機能の解明と味・嗅

覚機能検査法の確立とを目指す。前者に対してはそ

の基盤として、感覚モダリティ間の時空間統合特性

の解明や、視覚と前庭の情報統合と姿勢との関係の

解明、さらに情報提示技術として三次元音響記録再

生技術の開発を同時に進める。 

(2) 生体影響リスク低減に資する知的基盤確立： 

 情報提示による生体影響に関するデータ収集とそ

の蓄積を行い、これに基づく健康面への影響評価技

術を開発し、ISO での国際規格化を目指す。具体

的には、マルチモーダル環境でとりわけ問題となる

立体視による視覚疲労やサイバー酔いについて、情

報内要因、情報提示要因、さらに個人特性による影

響を明らかにすることで、評価技術開発を目指すと

ともに、それぞれの要因に対して有効な対策指針の

規格原案審議に結びつける。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 

 

認知行動システム研究グループ 

（Cognition and Action Research Group） 
研究グループ長：岩木 直 

（つくば中央第6） 

概 要： 

人間の認知メカニズムは、外界の環境中にある多様

な課題要求に応えて機能する。課題要求と人間の認知

機能の適合性を検討するためには、認知機能の解明が

必要不可欠である。特に、認知メカニズムがどのよう

な機能単位（モジュール）から成り立っており、また、

それらが互いにどのように機能するかを明らかにする

必要がある。そこで、人間の認知活動に必要な注意、

記憶、構え、遂行などの情報処理モジュールを特定す

る手法を開発し、モデル化に向けた枠組みを構築する。 

平成24年度は、トップダウン制御およびボトムアッ

プ制御の効果量を個別に定量化できる空間手がかり課

題を用いて、中心手がかりの効果量と周辺手がかりの

効果量が共変することを確認した。また、トップダウ

ン情報処理モジュールの働きが想定される複数の認知

課題について脳波計測実験を行い、共通する脳活動の

同期パターンがあることを明らかにした。これらの結

果に基づいて、トップダウン抑制、言語的作業記憶、

視空間操作など、様々な認知機能モジュールにおける

個人差を評価するための実験を行う。行動実験ととも

に脳波、MEG、機能的 MRI 等の脳活動計測を行い、

各認知機能モジュールにおける個人のパフォーマンス

と脳活動パターンとの関係性を明らかにする。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

システム脳科学研究グループ 

（Systems Neuroscience Group） 
研究グループ長：高島 一郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 システム脳科学研究グループでは、脳が持っている

高い能力を引き出し、支援するために必要な基盤的研

究を行う。 

 認知・行動制御メカニズムの解明に必要な適応モデ

ル動物を確立しつつ、活動中の脳におけるニューロン

活動の計測と解析を行い、脳で行われている認知や行

動様式の基礎となっている情報処理の仕組みの解明を

目指す。同時に、注意や動機、疾病診断等の生理的指

標として有用な、視線・瞳孔径を高速かつ非侵襲的に

計測する装置などの評価支援システムの開発を進める。 

 また、脳損傷モデル動物を用いて、リハビリ訓練が

誘導する脳内変化を明らかにする。大脳皮質運動野が

損傷された後のリハビリ訓練が手の巧緻動作の回復を

促進することが明らかになっているので、その背景に

ある遺伝子・分子・神経回路レベルの変化を統合的に

解明する。一連の研究を通し、新しい脳機能回復技術

開発のための科学的基盤の確立を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３ 
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ユビキタスインタラクショングループ 

（Human Ubiquitous-Environment Interaction 
Group） 
研究グループ長：宇津木 明男 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 人間生活においては生活環境における情報化及び情

報と通信の融合が進み、情報技術がオフィスばかりで

なく生活の場へも浸透し、ユビキタス社会が実現しつ

つある。すでに、携帯電話や PDA、また ITS（高度

道路交通システム）などの情報支援機器や行動支援機

器、ネットワーク対応した家電機器の開発などが行わ

れているが、その支援の恩恵を誰もが享受できるユビ

キタス社会を実現することが、社会的な要請となって

いる。 

 この要請に応えるために、ユビキタス機器利用時の

人間の認知行動特性の理解を得ること、また、それに

適合した情報支援・行動支援環境を創出することを目

的として、生活行動の把握技術の開発、ユビキタスイ

ンタフェースの評価技術の開発を行う。さらに、これ

らの認知行動特性の理解に基づいて、ユビキタス社会

における人間の活動を支援することのできるユビキタ

スインタフェースの開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

情報数理研究グループ 

（Mathematical Neuroinformatics Group） 
研究グループ長：赤穗 昭太郎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 人間の認知行動を評価・予測するモデルを構築する

ために、ビデオ画像や生体信号などの大量データから

有用な情報を抽出する機械学習・データマイニングア

ルゴリズムの構築を行う。 

 まず、その基礎技術となる確率・統計モデルについ

て情報幾何学などを用いた理論的な観点からの学問的

体系化を行う。近年、インターネットや計測技術の発

達に伴い、計測されるデータの多様性が増し、データ

解析の結果を還元する際にもさまざまなサービスが開

発されている。当グループでも、理論的なバックグラ

ウンドに基づいて多様なデータの解析手法の開発や、

新規のサービスの提案などを行っていく。 

 具体的には、インターネットにおける検索や推薦と

いった問題や、コンピュータビジョンによる高速な画

像処理・パターン認識技術の構築などに取り組む。ま

た、人間の認知機能やその発達などの数理モデルを構

築し、認知行動の評価や予測を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

 

環境適応研究グループ 

（Environmental Control Research Group） 
研究グループ長：都築 和代 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活を

実現することを目的に、人の心身機能の維持・改善や

快適性を高める環境を創り出す研究を行う。 

そのため、実際の生活現場において、低侵襲・低拘

束な計測方法を駆使し、人の生理・心理・行動データ

の収集、ならびに、環境側データの収集を行う。その

結果を解析し、実態を把握するとともに、因果関係の

解明に努める。また、実態把握にとどまらず、現場実

験等も有効な研究手法であるため、必要に応じて生活

現場における介入実験を行う。実験室では、眠気、体

温調節等のメカニズム解明のための実験計画や非定常

不均一な温熱環境における快適性の評価のための基礎

研究を行い、人の心身機能の維持・改善や快適性を高

める環境の構築技術の開発を行う。さらに、高齢社会

における環境適応のための生活環境評価技術に関する

研究として、これまでに行ってきた製品の使いやすさ

や駅の使いやすさなどの主観評価のデータに基づき、

製品及び生活環境のユーザビリティ指標構成の開発を

行う。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

身体適応支援工学グループ 

（Physical Fitness Technology Group） 
研究グループ長：井野 秀一 

（つくば中央第6） 

概 要： 

 少子高齢社会において安全・安心で質の高い生活

（Quality of Life: QOL）の実現を後押しする多様な

人間支援技術の構築を目指し、人間の生理機能・感覚

運動機能・スキル等を計測・評価する手法を開発する

と共に、それらを基盤とする下記の研究テーマに取り

組む。 

① 心循環機能・動作機能に関する研究：心身適応力

の向上による健康維持増進技術を研究開発する。生

体を計測する新しい技術を検討するとともに、自律

神経・血圧反射・心循環応答等の循環調節機能や姿

勢制御等の動作機能に着目して、環境変化やストレ

スへの心身の適応性向上のための技術構築を目指す。 
② 心身親和性の高い生活自立支援技術に関する研

究：心身特性との親和性を考慮した生活自立支援技

術を研究開発する。運動機能・感覚機能・認知機能

等に着目し、高齢者や障害者等の活動的な日常生活

や機能訓練を支えるヒューマンインタフェース技術

やロボットセラピー技術の構築を目指す。 
③ 手術手技スキル向上支援技術に関する研究：ドラ
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イラボ（人工物によるシミュレータ）と手術室での

実際の手術の操作情報を融合した、より臨場感の高

い遠隔手術手技研修システムおよび自習システムの

構築を通じて、安全で効率の良い手術スキル向上支

援技術の確立を目指す。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

ニューロテクノロジー研究グループ 

（Neurotechnology Research Group） 
研究グループ長：長谷川 良平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ニューロサイエンスの研究で得た知見に基づき、

人々の「生活の質（QOL）」向上や、脳情報を活用し

た新産業の創出を視野に入れたさまざまな研究開発を

行う。特に、人や動物を対象とした脳・神経系の機能

や構造を調べる実験研究や、その成果を活用して、低

下した身体機能を補償する装置の開発・実用化を目指

し、以下のような研究を行う。 

(1)ブレイン-マシン インターフェース（BMI）技

術の開発： 

 運動機能に障がいを持つ方々の社会参加を補助・

促進することを目的とし、脳と機械を繋ぐ技術の開

発を行う。具体的には動物や人の脳から発せられる

信号の抽出や取りだした信号の解読、そして解読し

た信号で外部機器を動かす手法それぞれの開発を独

自に実施する。開発した装置の試作機を使ってのモ

ニター実験を行い、製品化へと積極的に取り組む。 

(2)色覚バリアフリー実現に関する技術の開発： 

 色覚に異常がある人でも、見やすい視環境を提供

できることを目的に、色変換データベースを作成し

ている。色盲の方には、どのように色が見えるか、

どのような場合に色の区別が難しいか、検索して調

べる事ができ、また識別性の良さを判定する機能を

もたせたデータベースを公開し、運用している。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

脳機能計測研究グループ 

（Brain Function Measurement Research Group） 
研究グループ長：梅山 伸二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 生体の脳が、外界からの刺激を受け、どの場所でど

のように反応しているかを見ることは、脳機能の解明

や病気の診断、また脳機能回復訓練の効果などを判定

する上で非常に重要であり、このため fMRI、fNIRS、
EEG などの様々な計測手法が開発されてきた。特に

近赤外脳機能計測技術（fNIRS）については、その低

侵襲性の高さや測定の簡便さ、装置自体が安価である

ことなどから、近年多くの注目が集まっているが、そ

の反面、測定プローブコンタクトの不安定性や皮膚血

流由来によるアーティファクトの問題など、高い精度

の計測が難しいことが問題となっている。本グループ

では、fNIRS について、その計測原理の解明を行い、

またノイズやアーティファクトに強い計測手法の開発

を進めることにより、より信頼度の高い計測技術を実

現することを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

医用計測技術グループ 

（Biomedical Sensing and Imaging Group） 
研究グループ長：兵藤 行志 

（つくば東、つくば中央第6） 

概 要： 

 ユニットのミッションである「人間個人が、複雑な

社会の中で人々との関係を保ちつつ、自立して知的で

快適な生活を安心して送ることを可能とするため、人

間の心身活動を深く理解するための研究を行うと共に、

技術のユーザである人間側に視点をおき、人間の能力

発揮及び機能回復を支援する技術を開発する」におい

て、当グループは、従来は視ることができなかった、

測れなかった物理的・生理的事象を計測可能とする技

術開発を基軸として、部門内連携研究を推進し、ユニ

ットミッションの遂行に資することを目標とする。 

 具体的には、電磁波（ラジオ波（MRI）、赤外光、

近赤外光、可視光、X 線）及び超音波技術を用いた新

規検出・解析方法の創出及び高度化と共に、電気生理、

分子・生化学、生体力学計測等の相互補完的な活用に

よって、(1) 安全で負担の少ない医療機器技術・医療

高度化の実現に資する「生体組織の物理・生理特性新

規計測技術」、(2) 人間の状況認知・遂行能力の評

価・支援のための「全脳代謝計測の基盤技術」を確立

すると共に、(3)人間生活に関わる製品・環境の評

価・設計支援のための規格化における「医療機器に対

する評価技術」を開発し、その標準化を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

５ 

 

治療支援技術グループ 

（Surgical Assist Technology Group） 
研究グループ長：小関 義彦 

（つくば東） 

概 要： 

 病変部位を安全確実にピンポイント同定・到達・治

療する微細低侵襲技術の確立を目的とする。またその

ような高度医療技術が迅速かつ安全に実用化されるこ

と目指して、医療機器の橋渡し研究の推進と評価技術

の確立を目的とする。 

 微細低侵襲技術の研究では、生体組織の弾性を無侵
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襲に計測する生体力学計測を普及型診断機器で計測す

る新方式を研究する。また、針穿刺時に針にかかる抵

抗力を適切に使用者に提示する穿刺力提示が、より臨

床に近い条件でも安全確実に病変部位に到達させられ

るかを研究する。さらに、超音波で可視な造影剤に薬

剤を付加することで、治療の可視化とピンポイント化

を行う機能性造影剤の研究を継続する。 

 橋渡し研究とレギュラトリーサイエンスでは、ナビ

ゲーション医療分野のユーザビリティとトレーニング

を統合したガイドラインの策定に取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

高機能生体材料グループ 

（Advanced Biomaterials Group） 
研究グループ長：伊藤 敦夫 

（つくば中央第6、つくば東） 

概 要： 

 組織再生を促進するシグナル物質を担持した骨折固

定具の橋渡し研究を行う。この担持技術を応用して高

機能アジュバントを開発し、in vitro・in vivo 安全性、

有効性試験を行う。 

 微細細胞外環境特性と細胞素機能発現の相互作用を

評価し、細胞素機能発現に有効な微細細胞外環境特性

の解明に向けた研究を行う。また、硬組織再生医療用

途の高機能生体材料の開発に向けた細胞培養系での生

体材料の有効性予測技術開発を行う。 

 生体物質の分子間相互作用解析を通じて、医薬品で

あり、生体材料分野にも適応が期待される各種タンパ

ク質を、迅速且つ低欠陥で結晶化させるために必要な

メカニズムを解明する。また、硬組織形成過程で生ず

る未知の準安定相に関する探索を行う。 

 再生組織や生体組織の高分解能 X 線断層撮影で構

造解析を行い、静的・動的力学試験を実施する。大腿

骨骨格構造に最適なカスタムメイド人工股関節設計シ

ステムを企業と連携して開発し、急増する高齢者骨折

に対応した人工股関節とするための最適形状設計を行

う。設計したカスタムメイド人工股関節用ステムを高

生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-4Ta 合金を用いた型鍛造成

型により作製し、30年使用に相当する耐久性試験を実

施する。 

 再生組織や生体組織の高分解能 X 線断層撮影で構

造解析を行い、静的・動的力学試験を実施する。再生

軟骨の成熟度評価において、特に重要な弾性特性のス

クリーニング技術を確立するため、MRI、X 線、赤

外、力学試験等により生化学、力学、構造特性の評価

データを蓄積し、これらの評価データをもとに開発装

置の性能及び精度評価を行う。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

 

人工臓器グループ 

（Artificial Organ Group） 
研究グループ長：丸山 修 

（つくば東、つくば中央第6） 

概 要： 

 組織再生技術や生体材料技術を利用した喪失機能デ

バイス技術の開発を推進するため、補助循環血液ポン

プにおいては、ポンプ材料であるチタンの試験片を作

成し、材料表面に凹凸加工することで故意に血栓形成

を誘導し、抗血栓性付与に対するシグナル分子担持の

有意性を確認するとともに、血管内皮細胞導入の至適

条件を確立する。また、非接触式補助循環血液ポンプ

の血液適合性を評価するため、大学との共同研究によ

り動物実験を実施するとともに、人工心臓埋め込み患

者の QOL（Quality of Life）向上のための小型血流

量計を開発し、計測性能を評価する。人工心臓の開発

においては、成人用補助人工心臓の耐久性評価を現状

1年半以上の継続を実施して、臨床使用への発展を目

指している。NEDO プロジェクト採択課題の研究委

託機関として、小柄患者用補助人工心臓の耐久性評価

システムの基礎設計を完了し、長期耐久性試験の開始

に向けて準備を進めている。さらに、共同研究により

企業が市販した補助循環ポンプについて、羽根回転の

安定性に基づく流体力学的検討を進めている。脳血管

疾患における身体機能回復技術の開発では、失われた

脳機能を回復させるための効率的なリハビリテーショ

ン手法を開発することを目的として、その脳内メカニ

ズムを解明するのに適した実験動物モデルを用い、選

択反応時間タスク遂行中において強制的に応答動作を

誘発することが学習速度に与える影響について検討す

る。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］人間の状況認知・遂行能力の評価・支

援技術 

［研究代表者］岩木 直（認知行動システム研究グルー

プ） 

 高島 一郎（システム脳科学研究グルー

プ） 

 宇津木 明男（ユビキタスインタラクシ

ョングループ） 

赤穗 昭太郎（情報数理研究グループ）

梅山 伸二（脳機能計測研究グループ）

兵藤 行志（医用計測技術グループ） 

［研究担当者］岩木 直、瀧田 正寿、武田 裕司、 

永井 聖剛、木村 元洋、小高 泰、 

小村 豊、菅生 康子、梅山 伸二、 

山田 亨、岩野 孝之、兵藤 行志、 

谷川 ゆかり、新田 尚隆、鈴木 慎也、

宇津木 明男、高橋 昭彦、竹内 晴彦、
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中村 則雄、横山 一也、佐藤 稔久、

熊谷 徹、西田 健次、市村 直幸 

（常勤職員24名、他12名） 

［研 究 内 容］ 

１）信頼性の高い近赤外脳機能計測技術の開発 

 近赤外脳機能計測技術について、その計測原理の解

明を行い、またノイズやアーティファクトに強い計測

手法の開発を進めることにより、より信頼度の高い計

測技術を実現することを目指す。 

 平成24年度は、近赤外脳機能計測での毛髪雑音／プ

ローブ固定不備の影響低減技術について、影響評価方

法, 固定器具などの開発を体系的に進め、特に各プロ

ーブごとの固定の良さを評価する手法を開発した。 

２）全脳代謝計測技術の基盤研究 

 脳のマクロな酸素代謝推定を可能とするために、計

測モダリティ及び計測方法の基盤的な研究開発を行い、

脳の酸素代謝を伴う人間工学実験によって開発した手

法の有効性を確認する。 

 平成24年度は、脳全体の酸素代謝を推定するため

に必要な複数の計測モダリティ（近赤外光、超音

波）を相互補完的に併用する生体物理・生理特性計

測技術を継続して開発し、安静下での人間工学実験

によってその有効性の検証を進めた。その結果、頭

部血管を対象とする計測により、脳代謝が推定でき

る可能性を得た。 

３）ニューロン活動計測による処理資源にかかわる神経

基盤の解明 

 サルをモデル動物として使用し、認知資源の配分と

制御に関わる未知の神経基盤を同定することを目的と

する。 

 平成24年度は、視覚刺激と報酬の条件性連合課題を

遂行しているサルの嗅周囲皮質から単一神経細胞活動

を記録し、視覚刺激と報酬を連合する過程では、脳の

嗅周囲皮質が状況に応じて柔軟に視覚刺激の意味（報

酬の有無）を表現していることを明らかにした。 

４）認知情報処理モジュールに関わる脳機能評価技術の

開発 

 日常的な認知活動の基礎となる情報モジュールごと

に、その情報処理を反映する脳活動パターンを特定し、

認知状態を評価するための技術開発を目指す。 

  平成24年度は、知識に基づいたトップダウン注意制

御によってパフォーマンスの向上が可能な課題を用い

て脳波計測実験を行い、トップダウン注意制御が利用

されている状況下では、前頭を含む複数のチャンネル

間で低γ帯域の位相同期が強くなることを明らかにし

た。 

５）行動データに基づくタスクディマンドの評価技術 

 日常的な活動におけるリスク要因を、基本的なタス

クのディマンドと人間のパフォーマンスの適合性によ

って評価する手法を確立するために、タスクを遂行す

る人間の行動データの統計的分析によりタスクディマ

ンドを推定する技術を開発する。 

 平成24年度は、自動車運転における認知的パフォー

マンスを簡易に計測する認知テストによってユーザを

層別し、認知的パフォーマンスの低下の仕方の違いに

よるタスク行動の困難さの違いをタスク遂行実験から

明らかにした。 

６）認知行動計測のための高速画像認識技術の開発 

 認知行動計測のために、ビデオ画像から人や事物を

高速に抽出する必要がある。本研究では、GPU を用

いた高速画像特徴抽出法の開発と、画像特徴を用いた

物体追跡・パターン認識技術の開発を行う。 

 平成24年度は画像情報からタスクディマンドを高速

に抽出するための要素技術として、GPU を用いた画

像の不変特徴の高速手法の開発を行い、並列処理の効

率向上を実現した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］近赤外脳機能計測技術、fNIRS、アーテ

ィファクト除去、超音波循環動態計測、

ニューロン活動の計測、タスクディマン

ド、確率ネットワークモデル、高速画像

特徴抽出法 
 

［テーマ題目２］心身の適応力の向上のための評価・支

援技術の開発 

［研究代表者］小峰 秀彦（身体適応支援工学グルー

プ） 

 都築 和代（環境適応研究グループ） 

 横井 孝志（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］横井 孝志、都築 和代、永田 可彦、 

稗田 一郎、武田 裕司、甲斐田 幸佐、 

永井 聖剛、新田 尚隆、菅原 順、 

小峰 秀彦（常勤職員10名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

１）心身相互応答特性の解明 

 精神ストレスと関係の深い睡眠について、睡眠不足

（断眠）が感情記憶に与える影響を調べた。前年度に

整備した実験環境、刺激装置、プログラムを用いて、

4名の被験者を対象に実験を行った。その結果、快記

憶および不快記憶は睡眠不足（断眠）によって消却さ

れやすくなる可能性を得た。さらに被験者数を追加し

て実験実施を予定している。また、ストレス緩和技術

として3か月間のフェイシャルマッサージが心身に与

える影響について検討した（成人女性37名に3ヶ月間

（計6回）マッサージを実施）。その結果、精神ストレ

ス関連物質である唾液中コルチゾル濃度の低下と状態

不安の軽減がみられた。この結果は、フェイシャルマ

ッサージの継続がストレス緩和作用を持つことを示唆

する。さらに、運動習慣が精神ストレス時の循環応答
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に与える影響を調べたところ、運動習慣は精神ストレ

ス時の血圧上昇を抑制し、その原因の一つとして内臓

血流応答が関与することが明らかになった。 
２）心身の適応状態を計測・評価する技術の構築 

 精神ストレスを含めた健康管理モニタリング技術開

発として、掌指脈波測定装置を作成し、生体反応を検

討した。視覚刺激の有無（開眼・閉眼）によって掌指

における脈波の周波数特性が変化した。その変化は部

位によって異なり、1.3Hz 付近に対する0.1Hz 付近

の周波数成分の大きさを求めると、閉眼時の方が指尖

と手掌の比が大きくなった。開眼時と閉眼時では得ら

れる脈波の周波数成分が異なったことから、視覚刺激

やそれに伴う自律神経活動の違いを捉えられる可能性

を得た。血液・血管特性の変化から心身の応答を捉え

る技術として、エコー強度の適応的二値化に基づく血

管径計測の高精度化を検討した。さらに昨年度検討し

た壁ずり応力・血液粘度推定の高精度化手法と組み合

わせてヒト計測への適用可能性を検討した。健常者4

名の血管内皮機能計測時（FMD）に得られたエコー

データに本法を適用した結果、血管拡張度と壁ずり応

力との間に高い相関が見出され、本法の妥当性が確認

された。また、血圧計測定時に上腕カフに伝播する脈

波を解析して動脈硬化度を評価する手法を開発、製品

化した装置は、病院等への販売を開始するとともに、

大手医療機器会社から OEM 販売することが決定した。

ヒトが行うコミュニケーションを「量的」に測る手法

についても検討を行った。ヒトの会話は多くの個人情

報を含むので、そのまま録音したのでは多くの問題が

生じる。そこで、音量の時間変化を記録する装置と併

用センサーを用いて、コミュニケーションが行われて

いるかどうか判断する方法を検討し、その可搬型の実

験装置を設計した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ストレス、認知機能、体温調節、循環調

節、運動処方、リラクゼーション、心理

状態 
 

［テーマ題目３］生活自立支援のための身体機能回復技

術 

［研究代表者］井野 秀一（身体適応支援工学グルー

プ） 

 肥後 範行（システム脳科学研究グルー

プ） 

 藤崎 和香（マルチモダリティ研究グル

ープ） 

［研究担当者］金子 秀和、肥後 範行、村田 弓、 

林 隆介、稗田 一郎、藤崎 和香、 

永井 聖剛、井野 秀一、長谷川 良平、 

岩月 徹、関 喜一、坂本 隆、 

氏家 弘裕、伊藤 敦夫、遠藤 博史、 

小早川 達、 

梅村 浩之（健康工学研究部門） 

（常勤職員17名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

1) 残存機能を活かすニューロリハビリ技術 

 医薬品開発でよく用いられるラットを用いた研究と、

ヒトに近いサルを用いた研究を並行して行うことで、

独創性が高く効率的なニューロリハビリテーション技

術の開発に繋がる研究成果を目指す。 

ラットを用いた研究では、近年のリハビリにおいて

期待されている動作アシストの効果について検討して

いる。左右前肢への空圧刺激に対してレバーから前肢

を離して応答するという選択反応時間タスクを健常ラ

ットに学習させる際、エラーが起きた次の試行におい

て、誤反応側の前肢による応答動作を強制的に誘発す

ることの効果を調べた。なお、そのような操作を行わ

ないラットを対照群とした。その結果、エラー率の低

下速度は対照群と有意差は無かったが、反応時間の短

縮が対照群に比べて速かった。一般に反応時間タスク

では、エラー率が低下してから反応時間が短くなる傾

向にあることが知られているから、誤反応側前肢の応

答運動を引き起こすことで学習が促進されたといえる。

また、誤反応側前肢の応答運動を引き起こした際、1

割程度の確率で正反応側前肢もレバーから離れており、

体幹が持ち上がっていたと考えられる。このとき、反

射経路を通じて正反応側前肢に随意的応答動作時と同

等の筋活動及び触感覚が生じていたと予想され、これ

によって学習過程が促進されたと考えている。リハビ

リ過程も一種の学習過程であるから、本研究成果は効

果的なリハビリ手法を開発する上で有用な知見となり

うる。 

サルを用いた研究では、脳損傷後の機能回復に伴う

細胞活動の変化を知るために、サルが把握動作を行っ

ているときに、脳内に記録電極を刺入し、単一ニュー

ロン活動を計測した。脳からの運動出力を担う主要な

領域である第一次運動野の指領域を損傷した後、把握

動作の回復が見られた時期には、損傷した領域の近傍

に指領域の拡大が見られた。一方、損傷の吻側部には

体部位マップが明確でない領域も多くなり、指と肘肩

以外の体部位マップ領域が見られなくなった。このよ

うな体部位マップの変化に対応して、損傷前と運動機

能の回復後で活動パターンの変化を示す領域が見られ

た。損傷吻側部の体部位マップが明確でない領域にお

いては、損傷後には手の動きに相関したニューロン活

動の割合が損傷前と比べて有意に上昇した。以上の結

果から、損傷後の回復期には、手の動きを担うニュー

ロンが損傷の周辺領域に広がっていると考えられる。

本成果は脳損傷後の機能回復に伴う単一ニューロン活

動を詳細に解析した最初の例であり、脳の電気刺激に

よる機能回復促進技術に応用できる。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(189) 

2) 食生活の QOL 向上のための介護・リハビリ支援技

術 

 長寿社会での人々のライフスタイルの充実に向けて、

本テーマでは、楽しい語らいのある食生活を目指した

福祉介護技術（誤嚥下予防トレーニングシステム・遠

隔食事介護システム）とコミュニケーション支援技術

（社会コミュニケーションスキル評価・食事雰囲気改

善技術）に関する基礎から応用に至る研究開発を展開

し、「食生活の QOL 向上のための介護・リハビリ支

援技術」を提案することを目指す。 

 誤嚥下予防トレーニングの研究では、前年度の試用

の結果を踏まえて、高齢者がコンピューターゲームに

よるリハビリテーションを行う際のメンタルモデルを

推定するため、「見た目」と「反応の構造」に主眼を

置いた実験用のゲームを作成し、高齢者施設の入居者

を実験協力者として行動計測を行った。その結果、

「見た目」と「反応の構造」という二つの要素が、利

用者がゲームを理解し、関心を持って行っていくため

に重要であることが確認できた。実験時のアンケート

からは、繰り返し行いたくなるような楽しさ（懐かし

さ）の工夫が必要なことも判明した。この知見に基づ

き、高齢者がより楽しみやすいトレーニングシステム

の改良を順次展開する予定である。さらに、嚥下機能

の定量的評価法の検討に着手した。具体的には、飲料

嚥下時における筋電パターンを、嚥下タイミングをコ

ントロールして計測し、合計118名のデータを取得し

た。目視においては積分波形に2相の活動が見られ、

生データにおいてはその極性が反転していることから、

現状の顎部表面における計測においても異なる二種類

の筋活動が観測されていることが示唆された。 

遠隔食事介助の研究においては、3D コンピュータ

グラフィックスおよび力覚提示装置を用いた遠隔食事

介助場面における知覚・行動特性の計測系を用いて、

昨年度に引き続き25名の実験データを取得した。そし

て各遅延条件における詳細な運動データの時系列解析

を開始した。また、運動野損傷による運動障害者の食

事支援として、残存する視覚野の脳神経情報を利用し

た介護機器の制御に関する基礎実験（動物実験）を行

った。その結果、埋め込み型マルチ電極アレイを用い

ることで、多様な視覚情報が抽出可能となり、ロボッ

トハンド制御に利用できる可能性が示唆された。 

コミュニケーション支援技術に関連して、対人コミ

ュニケーションにおいて重要な役割を果たす感情と認

知情報処理との関係について検討した。その結果、快

感情時にはより広い範囲に注意することができ、また、

拡がりをもった思考が可能となること示された。この

ように快感情は、外に向いた、拡散的な認知情報処理

を促進し、対人コミュニケーションを促進する可能性

が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳卒中、動物モデル、運動リハビリテー

ション、動作アシスト、嚥下リハビリ、

遠隔介護、食生活の QOL、コミュニケ

ーション支援 
 
［テーマ題目４］安全で負担の少ない医療機器技術、医

療高度化の支援技術 

［研究代表者］伊藤 敦夫（高機能生体材料グループ） 

丸山 修（人工臓器グループ） 

兵藤 行志（医用計測技術グループ） 

小関 義彦（治療支援技術グループ） 

［研究担当者］伊藤 敦夫、王 秀鵬、岡崎 義光、 

十河 友、小沼 一雄、廣瀬 志弘、 

丸山 修、金子 秀和、西田 正浩、 

小阪 亮、鎮西 清行、小関 義彦、 

葭仲 潔、鷲尾 利克、兵藤 行志、 

三澤 雅樹、新田 尚隆、本間 一弘 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

1) 第三世代生体材料の先行臨床応用と基礎研究 

 皮膚内に天然歯周囲組織と類似の組織の形成を促進

する、線維芽細胞成長因子-2（FGF-2）と水酸アパ

タイト複合層を形成した創外骨折固定ピンの臨床研究

のための品質管理研究を行うとともに、薬物・機器組

合せ製品の類型分類ガイドライン素案を作成した。 

2) バイオライズドポンプ 

 バイオライズドポンプの構成材料として、チタン材

料を基本としている。シグナル分子を担持させたチタ

ン材料の抗血栓性の有意性を確認するため、故意に血

栓形成を誘導する必要があり、チタン材料試験片表面

に凹凸形状を加工した。この凹凸形状の試験片につい

て、血液凝固能を低く設定した in vitro 抗血栓性試験

を実施したところ、凹凸表面に血栓形成が生じること

が確認でき、この試験片を使ったシグナル分子担持の

至適条件設定を開始した。 

3) 生体力学計測と穿刺力提示、機能性造影剤 

 生体力学計測については普及型 MRI でも生体組織

の歪を計測できる新方式については、加振方法の改良

を行うとともに、通常の診断 MRI装置で患者に対して

臨床試験を行った。穿刺力提示については、臨床現場

と同じく針に曲がりが生じた条件でも、フィードバッ

クが正常に機能することを確認した。臨床現場と同じ

く針に曲がりが生じた条件でも、フィードバックが正

常に機能することを確認した。機能性造影剤について

はハイドロキシアパタイト混合下でのマイクロバブル

の凝集について検討を開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］血管内皮細胞、バイオライズドポンプ、

線維芽細胞成長因子-2、アパタイト、シ

グナル分子、穿刺支援技術、ナノバブル
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可視化、物理・生理計測技術 

 

［テーマ題目５］人間生活製品、福祉、医療機器技術の

標準化研究 

［研究代表者］倉片 憲治（アクセシブルデザイン研究

グループ） 

 氏家 弘裕（マルチモダリティ研究グル

ープ） 

 本間 一弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］倉片 憲治、関 喜一、伊藤 納奈、 

佐藤 洋、佐川 賢、氏家 弘裕、 

渡邊 洋、本間 一弘、鎮西 清行、 

鷲尾 利克、岡崎 義光、廣瀬 志弘、

山下 樹里、兵藤 行志、三澤 雅樹、

谷川 ゆかり、新田 尚隆、 

木山 亮一（バイオメディカル研究部

門・シグナル分子研究グループ）、 

片岡 正俊（健康工学研究部門・バイオ

マーカー解析研究グループ）、 

弓場 俊輔（健康工学研究部門・組織・

再生工学研究グループ）、 

坂無 英徳（情報技術研究部門・スマー

トシステム研究グループ）、 

本間 敬子（知能システム研究部門・デ

ィペンダブルシステム研究グループ）、 

梶谷 勇（知能システム研究部門・統合

知能研究グループ）、 

榊田 創（エネルギー技術研究部門・先

進プラズマ技術グループ）、 

池原 譲（糖鎖医工学研究センター・マ

ーカー検出技術開発チーム） 

（常勤職員25名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

1) アクセシブルデザイン技術の標準化研究 

 「公共空間等の音声アナウンス」の ISO 規格原案1

編（ ISO 24504）の審議を進め、国際規格原案

（DIS）投票に至った。「色の組合せ方法」の ISO 規

格原案1編（ISO 17630）の審議を進め、委員会原案

（CD）投票原案を提出した。その他、視覚・聴覚・

触覚に関する ISO 規格案又は TR 案4編の審議を進め

た。また、「情報通信機器のボイスコマンド」の

ISO/IEC 規格案2編（ISO/IEC 30122-1, 30122-4）

の審議を行い、それぞれ2nd CD 投票及び DIS 投票

へ進めた。さらに、国際照明委員会（CIE）では TR
案1編の審議を進めた。「公共空間の音案内」の日本工

業規格（JIS）原案、「消費生活用製品の報知光」の

JIS 原案、「ロービジョン（弱視）の空間成分デー

タ」の技術報告書（TR）原案、各1編を作成した。ア

クセシブルデザインの ISO 規格に対応する改正 JIS 

2編（JIS S 0014, S 0032）を制定した。また、以上

の標準化の基となるデータを収録した産総研 RIO-DB
「高齢者・障害者の感覚特性データベース」を構築し

た。 
2) 映像の生体安全性に関する国際標準化 

 映像の生体安全性に関するワーキンググループ

（ISO/TC 159/SC 4/WG 12）において課題とする

国際規格化のうち、光感受性発作に対する委員会原案

（CD）が成立し、国際規格原案（DIS）登録が実施

され、DIS 投票が開始された。また、立体映像によ

る視覚疲労に対する作業原案（WD 9241-392）を作

成し、委員会原案（CD）登録が実施され、CD 投票

が開始された。また、関連するワーキンググループ

（ISO/TC 159/SC 4/WG 2）において、裸眼立体デ

ィスプレイの計測法に関する作業原案作成についての

審議を、主にフィンランド、ドイツ等と進めている。 

3) 医療機器開発に対するガイドラインの策定と標準化

の推進 

 医療機器開発ガイドライン策定事業における審議に

基づき、新規に再生医療分野（2件）、画像診断分野

（1件）、運動機能回復訓練機器分野（1件）における4

件の開発ガイドライン（案）を、また、ナビゲーショ

ン医療分野における開発ガイドライン（改訂案）、テ

ーラーメイド医療用診断機器分野における標準仕様書

（案）を策定した。これまでに策定した開発ガイドラ

インは総計26件（改訂版等を含む）に達する。国際標

準共同研究開発事業における再生医療製品製造用途の

除染接続装置開発について、関連するワーキンググル

ープ（ISO/TC 198/WG 9）にて、日本提案を含むワ

ーキングドラフト（WD）を作成した。また、同事業、

バイオセラミックスの再生医療用特性評価法に関する

国際標準化について、国際 RRT の結果を踏まえた細

胞侵入性評価法の新規業務規格案（NP）を作成した。

さらに、再生医療関連の2件の JIS/TR（T 0015, T 
0016）が発行されるに至った。他方、近赤外光診断装

置の標準化では、昨年度の採択を受けて二度の国際会

議を開催して委員会原案（CD）を作成・提出し、平

成25年2月より意見照会のための回付となった。また、

赤外線サーモグラフィ試験の国際標準化では、一般社

団法人日本非破壊検査協会と連携し、日本提案の承認

済 み 新 業 務 項 目 で あ る ISO/AWI 10880Non-
destructive testing –  Infrared thermographic 
testing –  General principles（試験方法通則）の委

員会原案作成を進めた。また、マイクロ X 線 CT の

標準化では、用語の JIS 化作業を進め、提案した X
線 CT の精度評価規格が JISC 機械要素部会で審議さ

れ、JIS B 7442となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者、障害者、ロービジョン、聴覚特

性、触覚認識、映像の生体安全性、映像
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酔い、立体映像、視覚疲労、医療機器、

ガイドライン、製造販売承認、JIS、

ISO 
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３）情報通信・エレクトロニクス 
（Information Technology and Electronics） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：金山 敏彦 

副研究統括：関口 智嗣 

 

概 要： 

研究統括は、情報通信・エレクトロニクス分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行うとともに、

研究分野間の融合を推進する業務を実施している。 

副研究統括は、各研究分野の人事マネジメント及び

人材育成に係る業務（企画本部及び総務本部の所掌に

属するものを除く。）を統括するとともに、研究分野

間の融合を推進する業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室 

（Research Planning Office of Information  
Technology and Electronics） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：7名（6名） 

 

概 要： 

 当室は、情報通信・エレクトロニクス分野に置かれ、

研究所の業務のうち、当該研究分野における研究の推

進に関する業務を実施している。 

 具体的には、研究戦略の策定と研究計画のとりまと

め、研究戦略予算テーマの立案、分野重点化課題研究

テーマの選定・評価、研究ユニットへの交付金予算の

配分、分野内・分野間のスペース利用の調整、、プロ

ジェクトの企画・立案・総合調整、経済産業省その他

関係団体等との調整、研究統括及び副研究統括が行う

業務の支援、オープンプラットフォーム推進に係る企

画・調整、技術研究組合の窓口業務、見学・視察対応

等の業務を行っている。 

 当室の平成24年度の活動の特記事項として、つくば

イノベーションアリーナにおけるオープンイノベーベ

ーション推進を強化するための体制を、企画本部およ

びイノベーション推進本部と連携して検討した。その

結果、ナノデバイスセンターを廃止し、当該センター

が担当していたスーパークリーンルーム施設の運営に

ついては、平成25年度に設立されるつくばイノベーシ

ョン推進本部へ移管することとした。また、光エレク

トロニクス実装技術、ミニマルファブ技術、制御シス

テムセキュリティ技術について、それぞれ技術研究組

合への参加を通じて研究開発を進める体制を整えた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室］ 

  研究企画室長 安田 哲二 他 

 

②【ネットワークフォトニクス研究センター】 

（Network Photonics Research Center） 
（存続期間：2008.10.1～） 

 

研究センター長：石川 浩 
副研究センター長：挾間 壽文 
 
所在地：つくば中央第2 
人 員：13名（13名） 

経 費：759,745千円（90,635千円） 

 

概 要： 

 インターネットの普及で映像情報を中心として通信

トラフィックが大きく増加している。これに対応して

ネットワークの消費電力が急激に増大している。今後、

ネットワークを活用して、より効率的で安全、安心な

社会を形成していくためには、低消費電力で、大量の

情報を扱うことの出来るネットワークインフラを構築

して行く必要がある。このために、我々は IP をベー

スとした従来のネットワークに加えて、大幅な低消費

電力化が期待できる光の回線交換を用いた光パスネッ

トワークを提案している。これに向けて、文部科学省

のイノベーションシステム整備事業の「先端融合領域

イノベーション創出拠点形成」のプログラムで「光ネ

ットワーク超低エネルギー化技術拠点」を形成し、企

業10社と産総研関連研究ユニットと連携して研究開発

を推進している。 

 先端融合領域イノベーション拠点では、企業と連携

して以下の開発を進めた。まず、光パスネットワーク

での経路切り替え用のスイッチとして、小型・大規模

化が可能なシリコンフォトニクスを用いたスイッチお

よび多ポート入出力型の新しい波長選択スイッチの開

発を進めた。シリコンフォトニクスのスイッチでは、

熱光学効果を用いた干渉計型スイッチの大規模化、偏

波無依存化、低クロストーク化について、前年度より

継続的に検討し、駆動回路のモノリシック集積技術の

開発では、2x2の試作および動作実証に成功した。波

長選択スイッチでは、プロトタイプモジュールを試作

した。また、光パスネットワークのファイバの分散補

償技術では、ファイバの非線形性を用いた4光波混合

による波長変換と、分散ファイバを組み合わせた、パ

ラメトリック分散補償器のプロトタイプを開発した。

加えて、光パスネットワークのダイナミックノードの

インターフェース検討およびその要素技術として、
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ODU スイッチの設計、波長可変レーザの開発、光

ROADM の研究開発を進めた。さらに、光パスネッ

トワークのアーキテクチャに基づく消費電力に関する

検討を進めた。 

 画像情報については、前年度まで取り組ん多

NEDO プロジェクト「次世代高効率ネットワークデ

バイス技術」の成果である、光時分割多重方式を用い

た172Gb/s の超高速の送受技術を用いて、放送局舎内

でスーパーハイビジョンなどの高精細映像を配信する

光 LAN の動態展示を、NHK との連携にて NHK 技

研公開で行った。その中の主要なデバイスとして開発

した、InGaAs/AlAsSb 半導体量子井戸の伝導帯での

離散的な準位間の電子遷移（サブバンド間遷移）によ

る超高速全光位相変調効果を用いたモノリシック集積

の超小型全光スイッチの特性向上も行った。また、超

高速光時間多重信号のルートを切り替えた時の独自の

高速クロック抽出技術の特性改善を行った。 

 以上の研究開発に加えて、InGaAs 系のサブバンド

間遷移素子やⅡ－Ⅵ族のサブバンド間遷移素子の開発

で培った高度の量子井戸の結晶成長技術を新しいデバ

イスに展開する研究、シリコンフォトニクスと有機材

料を組み合わせた相変化光スイッチの開発、磁気光学

効果を用いたい新規の光スイッチの可能性についても

基礎的検討を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省 イノベーションシステム整備事業「先端融

合領域イノベーション創出拠点の形成」・「光ネットワー

ク超低エネルギー化技術拠点」 

 

総務省「サブバンド間遷移素子を用いた多値位相変調光

信号処理の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「省エネルギー革新技術開発事業／先導研究／高速・自

己保持機能を有する光スイッチング回路の研究開発」 

 

発 表：誌上発表44件、口頭発表60件、その他4件 

--------------------------------------------------------------------------- 
超高速光デバイス研究チーム（～12年11月） 

（Ultrafast Optical Device Research Team） 
機能フォトニクス研究チーム（12年12月～） 

（Functional Photonics Research Team） 
研究チーム長：鍬塚 治彦 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 光通信の大容量化に資する光デバイスの研究を進め

ている。励起電子の超高速緩和が可能な化合物半導体

の量子井戸のサブバンド間遷移（ISBT）を利用した

光ゲートスイッチである ISBT 素子の高効率化と、新

たな応用に向けた検討を進めた。マイケルソン干渉計

構成のモノリシック集積の超小型全光スイッチモジュ

ールにより、172Gb/s でスーパーハイビジョン配信の

動展示を成功させた。また、ISBT および材料の新し

い応用に向け、位相変調の光信号処理および、新波長

帯領域への応用検討を進めた。フレキシブルグリッド

や64QAM のような今後の大容量化技術に対応するた

めに、波長可変光源の波長、位相制御の研究を開始し

た。また、新しい光スイッチとして、磁気光学効果を

用いた光スイッチについて基礎的な検討を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノフォトニクス集積研究チーム 

（Nanophotonics Integration Research Team） 
研究チーム長：河島 整 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 光通信機器が、今後も、トラフィック拡大の要求に

答えていくためには、光スイッチや光源、受光器など

の個別デバイス、更には論理回路を組み合わせて、よ

り高度な処理機能を備えたモジュールにすることと、

そのための次世代集積技術が求められている。これま

で石英平面光回路（ Planar Lightwave Circuit, 
PLC）が、集積化のプラットホームとなる導波路系

として利用されてきたが、SOI を基に作製されるシ

リコン光導波路は、石英系を凌駕する集積密度を実現

するプラットホームとして注目を集めている。当チー

ムでは、シリコン光導波路や分・合波器など基本素子

の低損失化、光入出力効率の改善といった基盤技術の

開発に取り組むとともに、駆動用電子回路のモノリシ

ック集積、シリコン光導波路系に化合物半導体のアク

ティブデバイスを組み込むハイブリッド集積技術や光

記録材料等の機能材料を集積する技術、光パス網の実

現に必要となる大規模光クロスコネクト（マトリック

ススイッチ）の研究開発を進めている。高い消光比、

広帯域、低損失を設計時から優先的に重視している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

光信号処理システム研究チーム 

（Optical Signal Processing System Research Team） 
研究チーム長：並木 周 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 将来のネットワーク像を模索し、システムにおける

光の役割を検討・提案しながら、光ネットワークの実

現を目指す研究を進めている。光機能性材料・デバイ

スを活用した光信号処理システム、特に、非線形光学

現象を用いる新しい光信号処理の提案を行い、システ

ムレベルでの検証を行う。光ネットワークの要素技術

として、波長変換、可変分散補償、光信号再生などを
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優先的な課題としている。非線形光学材料として、高

非線形ファイバ、シリコン導波路、化合物半導体など

を用いる。このチームでは材料開発は行わないため、

ネットワークフォトニクス研究センターや電子光技術

研究部門など産総研内の関連部門だけでなく、国内外

の先端研究グループとの材料に関連した連携・シナジ

ーを積極的に追及している。ネットワークレベルなど

上位レイヤーでの検討評価についても、内外の関連研

究グループとの連携を行い、目指すネットワークのシ

ステムデモンストレーションを実施する。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］超高速全光スイッチ（運営交付金、総

務省 「サブバンド間遷移素子を用いた

多値位相変調光信号処理の研究開発」） 

［研究代表者］鍬塚 治彦 

（超高速光デバイス研究チーム～11月） 

（機能フォトニクス研究チーム12月

～） 

［研究担当者］秋本 良一、小笠原 剛、挾間 壽文、 

牛頭 信一郎、物集 照夫、 

Feng Jijun、Albores-Mejia Aron 
（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 当研究チームでは、今後の高精細動画像を中心とした

通信需要と消費エネルギーの増大に対処するべく、光通

信の低エネルギー大容量化に資する、半導体量子井戸の

サブバンド遷移（ISBT）を用いた ISBT 素子を中心に

研究を進めてきた。ISBT 素子は、低損失超高速全光ス

イッチ、強度・位相変調信号変換素子、波長変換素子等

の新しい応用が期待できる。マイケルソン干渉計構成の

導入により、光スイッチのモノリシック集積回路を実現

し、光スイッチモジュールの小型化、安定動作を実現し

た。この光スイッチモジュールを用いた、NHK 技研で

の172Gb/s でスーパーハイビジョン配信の動展示を成功

させた。 
 23年度までの高効率化の検討結果や今後の集積化を考

慮し、Al の組成が少なく Sb の含まれない量子井戸構造

で、ISBT を実現する検討を行い可能性を見出した。 
 加えて、ISBT の新しい応用に向け、位相変調の光信

号処理の検討を進めた。ISBT の四光波混合を用いたコ

ヒーレント波長変換により、20Gbps-QPSK 信号の波長

変換の実証実験に成功した。 

 InGaAs 系のサブバンド間遷移素子やⅡ－Ⅵ族のサブ

バンド間遷移素子の開発で培った高度の量子井戸の結晶

成長技術を用い、波長2～4µm 帯および、0.5µ帯の新波

長帯領域光源の動作に成功した。 

 フレキシブルグリッドや64QAM のような今後の大容

量化技術に対応するために、波長可変レーザの波長、位

相制御の研究を開始した。フレキシブルグリッドに合わ

せた波長制御、注入同期による線幅狭窄化等の基礎デー

タを取得することができた。 

 周期構造を持った磁性材料の巨大磁気抵抗効果による

光通信帯波長での屈折率変化について理論検討を行い、

新しい光スイッチ材料としての可能性を見出した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超高速光スイッチ、サブバンド間遷移、

量子井戸、位相変調 

 

［テーマ題目２］光スイッチ集積技術（運営交付金、文

部科学省「イノベーションシステム整備

事業」・「先端融合イノベーション創出拠

点の形成」、独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構「省エネルギ

ー革新技術開発事業／先導研究／高速・

自己保持機能を有する光スイッチング回

路の研究開発」） 

［研究代表者］河島 整 

（ナノフォトニクス集積研究チーム） 

［研究担当者］須田 悟史、鈴木 恵治郎、立蔵正男、

Cong Guangwei、Kim Sang-Hung 
（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 光パスネットワークの回線切り替え用スイッチとして、

小型で大規模集積化が可能なシリコン細線導波路を用い

た熱光学効果の光スイッチと、空間変調器を用いた波長

クロスコネクトの開発を行った。熱光学スイッチにおい

てはヒーター電流をスイッチングする MOSFET をモノ

リシック集積してきたが、歩留りを上げる工夫を重ねた

結果、MOSFET から光スイッチを制御することに成功

した。また、西事業所スーパークリーンルームの液浸

ArF ステッパを用いて32×32スイッチ主要導波路部分

の一次試作を行った。波長クロスコネクトについては光

学設計を完了し、仮組みしたプロトタイプの評価から、

更なる損失低減に向けた課題抽出を行った。 

 相変化材料装荷型のシリコン導波路に基づく、状態保

持型波長スイッチの試作を進めた。PLZT スイッチの光

入出力部となる石英 PLC の開発を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］キーワード：光スイッチ、シリコン細線

導波路、光クロスコネクト、波長選択ス

イッチ、PLC、光相変化材料 

 

［テーマ題目３］光信号処理システム（運営交付金、文

部科学省・イノベーションシステム整備

事業「先端融合領域イノベーション創出

拠点の形成」・「光ネットワーク超低エネ

ルギー化技術拠点」） 

［研究代表者］並木 周 

（光信号処理システム研究チーム） 
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［研究担当者］黒須 隆行、来見田 淳也、井上 崇、

石井 紀代、松浦 裕之、谷澤 健、

Gao Mingyi、Karen Solis-Trapala、

Hung Nguyen Tan 
（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 共通基盤技術として、超高速およびコヒーレント伝送

システムの評価技術、超短光パルス整形・伝送技術、高

性能光波形観測技術を構築した。 

平成23年度までに取り組んだ NEDO プロジェクトの

成果を発展させ、NHK と連携して、NHK 技研公開に

おいて、NHK のスーパーハイビジョン映像信号を独自

の172Gb/s 光時間多重方式によって超高速光 LAN 上で

15µ秒以内に切り替える動作の動態展示を行った。 

光パスネットワークの主要技術の一つである、光ファ

イバの非線形性を活用したパラメトリック可変分散補償

技術の研究では、WDM において強度変調と位相変調信

号の混在など実用上重要な分散補償動作について調査し、

また、機能フォトニクス研究グループとの連携でネット

ワークにおける自律制御動作のためのデジタル制御系を

開発した。光信号の位相雑音を抑える光信号再生では、

独自の構成により位相変調信号の効率的な位相雑音抑制

に成功した。また、究極の光伝送技術を実現するため、

理想的な非線形補償構成の基礎検討を行った。 

 多粒度多階層よりなる光パスネットワークの具体的ト

ポロジーの詳細検討を行い、H26年度に予定している拠

点デモの基礎トポロジーの検討を行った。H26年度のデ

モの準備を開始し、機能フォトニクス研究グループや関

係機関と議論をしながら、具体的な構成・インターフェ

ースや課題の抽出に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超高速光 LAN、高非線形ファイバ、可

変分散補償、位相再生、光ネットワーク、

グリーンネットワーク 

 

③【デジタルヒューマン工学研究センター】 

（Digital Human Research Center） 
（存続期間：2010.4.1～2017.3.31） 

 

研究センター長        ：持丸 正明 

副研究センター長：加賀美 聡 

首 席 研 究 員：西田 佳史 

 

所在地：臨海副都心センター 

人 員：15名（15名） 

経 費：371,000千円（109,201千円） 

 

概 要： 

 デジタルヒューマン工学研究センターの前身である

デジタルヒューマン研究センターでは「人間個人の機

能モデルで個人の欲求を満足するように製品・サービ

スを最適化する技術」を研究し、成果をあげてきた。

しかしながら、個人の欲求を追求することの積分が、

社会・環境の価値に繋がるわけではない。個人の満足

と持続的社会の共存という問題は、人間個人の機能モ

デルだけでは解決し得なかった。そこで、「個人にと

って付加価値の高い製品・サービス（＝個人欲求充足

による市場原理）を通じて、健康で安全で持続可能な

社会（＝社会・市場の価値形成）を実現すること」を

次なるグランドチャレンジに据える。このグランドチ

ャレンジを達成するための方策として、いままで培っ

てきた「人間個人の人体機能モデル」に、新たに「人

間生活の機能モデル」を研究する。ここで、人間生活

とは、人間の個体だけでなく、関係する他の人間や周

囲の環境を含むものであり、また、時間的な文脈を備

えたものである。人間生活の機能を計算論的にモデル

化することとは、すなわち、人間生活を観測し、それ

をひとつのシステムとして記述し、人間生活同士を比

較し、再現提示できることを意味する。これには、実

験室における人間観測とモデル化だけではなく、実生

活の場における人間と環境の観測とモデル化研究が必

要になる。人間（ユーザ）とその生活がモデル化され

れば、生活をまもる、生活を変える、生活を支えるよ

うな製品・サービスの設計を支援することができる。

このような製品・サービスを通じて、ユーザに個別満

足を与えつつ、ユーザにその製品・サービスのもつ社

会・環境価値も合わせて提示し、ユーザの欲求と社

会・環境価値をバランスする社会創成を目指す。この

ような実社会に開かれたサイクルにデジタルヒューマ

ンモデルを組み込むことで、持続的に人間生活特性デ

ータを蓄積し、モデルをアップデートしていく研究ア

プローチそのものが、デジタルヒューマン工学研究セ

ンターのセントラルドグマである。 

 デジタルヒューマン工学研究センターでは、先に掲

げたグランドチャレンジに寄与する研究のアウトリー

チシナリオを立て、そのシナリオに駆動されて必要な

技術開発や技術の統合を進める。ここでは大きく4つ

のアウトリーチシナリオにしたがって研究を推進する。 

(1) 身体機能に適合し活用する製品設計支援技術の研

究 

(2) 健康を維持し人間生活機能を高める健康増進支援

技術の研究 

(3) 事故を予防し人間生活機能をまもる傷害予防工学

の研究 

(4) 人間と環境を理解し人間生活機能を支えるスマー

トアシスト技術の研究 

 個々のシナリオについて、最終的な社会還元を見据

え、単に必要となる新規技術を開発するだけでなく、

シナリオ実現に不可欠な既存要素技術との統合、ステ

ークホルダーを巻き込む組織体の構成なども行い、シ
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ナリオ遂行におけるイニシアチブを発揮し、社会的に

インパクトのある成果につなげる。中核となる新規技

術については、個々のシナリオの枠内にとどまらず、

他のシナリオや他のアプリケーションでも幅広く活用

できるよう、できるだけ汎用的な基盤技術として確立

することを目指す。すなわち、人間とその生活を、機

能的、生成的にモデル化する技術を、できるだけ普遍

的なモジュールとして確立し、それらを社会シナリオ

の実現に役立てることをミッションとする。 

 平成24年度は、4つのアウトリーチシナリオについ

て「人間生活モデル」を指向した具体的な研究を推進

した。(1)の製品設計支援技術については、国際的に

競争力の手の機能モデリングを中核として，全身姿

勢・運動モデルまで統合したソフトウェアプラットフ

ォーム「DhaibaWorks」を開発した。手の寸法・形

状データベースに基づく統計的代表デジタルハンドの

生成と姿勢生成、物体との干渉・接触領域の計算、負

担感の仮想評価機能を DhaibaWorks 上のプラグイン

ソフトウェアとして整備した。さらに、これを活用し

て自転車や日用品のデザインを支援する共同研究を実

施した。(2)の健康増進技術については、単に健康に

関与する身体機能を評価するだけでなく、その身体機

能を維持・増進させる取り組みを日常生活の中で「つ

づけさせる」ことを目標に設定した。生活者自身にと

って「自分でできる感（self efficacy）」が高いと考え

られる「歩行」に着目し、日常生活において歩行の質

を変えることで、効果的に身体機能を維持・増進させ

る技術の開発を行った。平成24年度では健常者（高齢

者含む）歩行データベースを整備し、中期計画 IV-3

の達成に貢献した。また、この歩行データベースをモ

デル化して、転倒リスクを推定し、その年齢別得点を

計算して表示するシステムを開発した。企業との共同

研究の他、気仙沼地区などでの実証試験を行い、年齢

別得点表示の有効性を検証した。(3)傷害予防工学に

ついては、経済産業省委託事業「キッズデザイン製品

開発事業」を中核プロジェクトとして、科学技術振興

機構「犯罪からの子ども安全事業」を絡めながら、病

院などから傷害データを収集し統計モデルを構成する

技術や、事故原因を究明し対策効果を検証するための

人体転落・転倒シミュレーション技術、これらを支え

る基本人体特性データベースの整備を進めた。特に平

成24年度は、経済産業省委託事業の最終年度であった

ことから、事故・傷害データベースの整備、事故予防

シミュレーション技術の確立とともに、中小企業がキ

ッズデザインに取り組みやすくするための簡易な設計

支援・安全評価ツール（例：子どもの体を模擬した実

寸テンプレート。これを試作品の隙間に入れてチェッ

クできる）を整備した。(4)のスマートアシスト技術

では、ロボットなどが生活環境下で生活者を適切にサ

ポートする技術の確立を目指し、これに必要となる要

素技術として、環境と生活者行動の観測、モデル化の

研究を重点的に推進した。生活者の行動観測のみでは、

生活者がどのような環境刺激に対して行動を起こした

のかが分からず、データとして意味をなさない。従来

の実験室環境では環境刺激を制御していたためこのよ

うな問題は生じなかったが、デジタルヒューマン工学

研究センターが掲げる生活環境下での継続的なデータ

観測では、刺激としての環境観測とモデル化が不可欠

である。平成24年度では、マイクロホンアレイの高度

化と位置センシングとの統合、移動ロボットが獲得し

た環境形状データからの人間発見・追跡・姿勢認識技

術、段差や凹凸がある環境下でも安定的な移動を可能

とする二足歩行技術を開発した。また、環境形状デー

タに基づくロボットの自律走行技術については、大手

建築会社に技術移転し、実際の作業現場に導入され稼

動している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省 平成24年度キッズデザイン製品開発支援事

業「キッズデザイン共通基盤整備等」 

 

経済産業省 平成24年度製品安全関連法の施行「消費生

活用製品安全法特定製品の規制対応状況検証調査」 

 

厚生労働省 地域医療基盤開発推進研究事業「被災後の

子どものこころの支援に関する研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（社会技術研究開発）「虐待などの意図的傷害予防の

ための情報収集技術及び活用技術」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST）「実時間並列ディペンダブル OS とその分

散ネットワークの研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 研究成果最適展開支援

プログラム（A-STEP）「分散 Structure-from-Motion
法による自由視点画像生成 Web サービスの検証」 

 

社団法人日本皮革産業連合会 「足入れの良い健康革靴

プロジェクト」 

 

財団法人栢森情報科学振興財団 「人間の意図理解と行

動予測のための一人称ビジョンセンシングの研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「音

圧差検出と認識の双方向処理に基づく移動ロボットに適

した音環境理解の研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「ロ
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ボット聴覚の実環境理解に向けた多面的展開」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「系

統的な接触状態制御による把持姿勢データベース構築と

手姿勢生成」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「嚥

下メカニズムの解明による喉ごしの定量評価法の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「歩

行中の転倒リスク評価・警告装置の開発－日常の歩容を

見守ることによる転倒数減少策」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費助成事業「手

指伸筋腱ネットワークに潜む関節トルク調整機構の解明

と筋腱張力推定問題への展開」 

 

発 表：誌上発表94件、口頭発表148件、その他14件 

--------------------------------------------------------------------------- 
身体機能中心デザインチーム 

（Human Centered Design Team） 
研究チーム長：多田 充徳 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 身体の機能に即した安全で扱いやすい製品をデザイ

ンできるようにすることで、製品の付加価値、ひいて

は日本の製造業の国際競争力を高めることが求められ

ている。身体機能中心デザイン研究チームでは、製品

使用時の身体と製品との間の相互作用や、その結果生

じる体感を予測することで、身体機能に即した最適な

製品デザインを実現するための技術を確立することを

目的とする。 

 これを実現するために、身体の形体、運動、そして

体感を定量的に扱うための計測技術、計測したデータ

を統計的または力学的に解釈し、再利用できるように

蓄積するためのデータベース化技術、そして、計測し

たデータを運動学または動力学的に解釈し、それらを

コンピュータ上に再現するためのモデル化技術を研究

する。また、構築したデータベースやモデルを用いて、

コンピュータ上で対象ユーザの使用感を評価し、それ

が最適となるような製品形状を明らかにするためのデ

ザイン技術を確立する。具体的なアプリケーションを

想定しない身体の機能に関する基礎的な研究から、ア

プリケーションに駆動された実践的な研究まで、研究

のフェーズや、データベースとモデルの完成度に応じ

て適切なアプローチをとる。 

 具体的なテーマとして、1) モーションキャプチャ

で計測した姿勢や運動を蓄積するためのデータベース

化技術、2) 製品に対する身体の姿勢を生成するため

の姿勢生成アルゴリズム、3) 生成した姿勢から製品

の安定性や関節のトルクを予測するための力学モデル、

4) 予測した力学指標とユーザが感じる体感を関連付

けるための主観モデルに関する研究を行う。また、こ

れらの研究成果を、標準の制定や企業との共同研究で

活用する。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

生活・社会機能デザイン研究チーム 

（Human and Social Functioning Technology Team） 
研究チーム長：西田 佳史 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 日常生活における製品による事故や、個々の環境や

人に対して適切に個別化された製品設計の困難性の問

題の最深部には、日常生活という複雑システムを扱う

科学技術が未成熟であるという共通問題がある。 

生活・社会機能デザイン研究では、人間の生活機能

と計算機や人工物による生活支援機能とを有機的に組

み合わせ再構成することで、人の日常生活をデザイン

可能にする技術体系（生活機能構成学) および社会体

系を確立することを目的とする。 

生活機能構成学を確立するためには、日常生活を記

述し、再利用可能な知識として扱えるようにする科学

的方法が必要となる。そこで、本研究では、人間の生

活現象を、心身機能、活動機能、そして社会参加機能

の側面から捉え、生活機能構造を解明するなど、日常

生活を科学的に取り扱うことを可能にする技術を開発

する。また、この研究によって開発した生活機能モデ

ルと、知能メカトロニクス（IRT）コンポーネントを

用いて生活機能を再構成可能にする工学の研究、さら

に、どのような生活機能設計が望ましいかという規範

や考え方の整理を通じて、生活支援システム/サービ

スの開発や評価の方法論やあり方を明らかにする研究

を行う。また、生活機能構成学を確立するためには、

科学技術（技術体系）のみならず、多機関連携やオー

プンイノベーションを促進する社会的な仕組みを構築

することで、問題解決する体制の構築も重要となる。

このような観点から、技術体系と社会体系は相互に関

係して存在するため、本研究では、技術体系と社会体

系の両方を同時に開発するアプローチをとる。 

具体的研究テーマとして、１）生活データ正準化技

術、２）日常生活データベース、３）生活構造分析手

法、４）個人適合型動機づけによる生活デザイン技術、

５）目的志向の状況記述・検索技術、６）日常生活の

可制御化モデル、７)ステークホルダー間知識循環技

術、８）アクションリサーチ技術などの研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

健康増進技術研究チーム 

（Health Technology Team） 
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研究チーム長：持丸 正明 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

健康の維持・増進は、長期的な医療費の削減として

社会的に大きな効果があるだけでなく、健康維持・増

進を支える製品、サービス産業としても大きな市場を

有している。しかしながら、それらの製品やサービス

を持続的に使わせることは困難であり、多くの製品や

サービスが「三日坊主」に終わっている。本研究チー

ムでは、単に健康に資する要素技術を開発するだけで

なく、それらを個人の特性・状態に合わせて提供し、

使用効果を適切に呈示することで、健康に対する取り

組みを「つづけさせる」技術として統合することを目

標に掲げる。平成24年度では健常者（高齢者含む）歩

行データベースを整備し、中期計画 IV-3の達成に貢

献した。また、この歩行データベースをモデル化して、

転倒リスクを推定し、その年齢別得点を計算して表示

するシステムを開発した。企業との共同研究の他、気

仙沼地区などでの実証試験を行い、年齢別得点表示の

有効性を検証した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

スマートアシスト技術研究チーム 

（Symbiotic Assist Technology Team） 
研究チーム長：加賀美 聡 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

システムが人間あるいは人間環境のモデルを持ち、

それを利用して適切により良く支援するためのスマー

トアシスト技術について研究する。この目的のために、

１）人間やシステムに装着した視覚、聴覚、力覚、姿

勢覚、筋電などの各種センサとその統合による人間と

人間環境の理解技術と、２）理解した人間や人間環境

の情報を用いて個人や環境に応じた適切な支援を行う

アシスト技術の二つの方面から研究を進める。  

１）の人間と人間環境の理解技術においては、人間

環境の地図化、人間の行動情報の取得とモデル化、場

所とその使い方の理解、人間環境にある物体のモデル

化と環境中からの発見や追跡、一人称ビジョンによる

行動理解、音源地図作成と音源発見や追跡などの研究

を行う。 

２）のアシスト技術においては、得られた人間と環

境のモデル、行動の履歴、物体の使用履歴などから、

健康向上、QoL 向上、介護・介助、見回り、運搬、

案内、搬送、移動などのタスクを、個人や環境に適し

た方法によって行うことを計画し、実際にサービスを

行うことを目的とする。また物体の受け渡しやすれ違

いの方法、個人の意図の理解や対象物の特定、などの

インタラクションやインターフェースの研究を行う。 

これらの目的を達成するために Dhaiba を始めとす

る人間の形状、運動などのモデルとデータベース、あ

るいは子供の事故情報、物品のデータベースなど、他

のチームの成果を積極的に利用し、デジタルヒューマ

ンモデルにより始めて可能となるサービスやアシスト

技術にフォーカスする。  

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

傷害予防工学研究チーム 

（Injury Prevention Engineering Research Team） 
研究チーム長：山中 龍宏 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 傷害予防工学では、日常生活現象の理解、そして、

傷害という生理現象の理解まで踏み込んで傷害予防を

可能とする技術体系と社会体系の確立を目的とする。

傷害予防の技術体系に関しては、製品のリスクを制御

するために我々が制御可能な対象を、大きく環境・製

品と、人の意識・行動とに分類し、その全体を環境改

善と行動変容の両方からなる一つの制御システムと捉

えフィードバックループを作って持続的改善していく

包括的なアプローチを可能とする科学技術の構築を目

指す。生活や傷害のデータベースに基づいて、製品改

善によって生活場面での傷害リスクを低減させていく

技術を開発するだけでなく、リスクを共有する技術も

不可欠である。対策法や改善策が開発されてもこれが

採用されなかったり、普及しないのでは意味がないか

らである。そのため、傷害予防工学では、企業の経営

者やデザイナーに対策法を採用させ、また、保護者に

対策済みの製品の購入を促すためのリスクコミュニケ

ーションを行う技術も扱う。 

傷害予防に求められるのは技術体系だけに留まらな

い。データの収集から制御までを実際に行うには、そ

れを可能とする社会体系（社会システム）が不可欠で

ある。社会全体に散らばった事故データの収集、多様

なインタラクションによって生じる現象の解明やモデ

ルの開発は、ある一企業だけで実施するのにはコスト

がかかりすぎて実現不可能であるからである。傷害予

防工学の研究活動では、技術開発に留まることなく、

傷害予防のための社会体系として、「安全知識循環型

社会システム」の社会実装を多機関連携によって進め

る。 

 傷害予防工学のための社会体系に関しては、 キッ

ズデザイン産業のためのオープンイノベーション支援

システムの社会実装を進める。具体的には、1) 生活

データベース技術、2) キッズデザイン支援技術、3) 

コミュニティ・コミュニケーション技術からなる社会

システムの構築の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
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［テーマ題目１］人間機能モデル Dhaiba の拡張と国際

人体特性データベース 

［研究代表者］多田 充徳 

（身体機能中心デザイン研究チーム） 

［研究担当者］多田 充徳、宮田 なつき、遠藤 維 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 身体の形体については、24件の手指寸法を新規に計測

することでデータベースを拡充した。また、姿勢と運動

については、モーションキャプチャを用いて831件の手

指姿勢と180件の全身運動を計測し、前者を製品に対す

る把握姿勢を予測するためのデータベース、後者を運動

の多様性を明らかにすると共に、運動と負担感を関連付

けるためのデータベースとして蓄積を開始した。また、

30姿勢の手の石膏型から、姿勢の変化に伴う表皮の変形

を計測し、その傾向を統計的にモデル化することで、任

意の姿勢に対する表皮形状を高速に計算できるようにし

た。 

 これらのデータを統一的に操作し、その結果を可視化

するためのソフトウェアとして、DhaibaWorks の開発

を継続して行った。このソフトウェアに実装されている、

仮想バネの引力を用いた手の姿勢生成アルゴリズムを一

般化することで、容器の把握姿勢、情報端末の操作姿勢、

そして、二輪車への乗車姿勢のように、手から全身まで

幅広い製品に対する姿勢の生成を同一のアルゴリズムで

実現できるようになった。 

 手については、生成した姿勢に対する表皮形状と把握

した製品形状との干渉判定に基づく接触領域の推定、接

触領域に基づく摩擦円錐とその凸包の計算、そして摩擦

円錐の凸包に基づく把握安定性の評価のように、力学指

標を計算するための機能を DhaibaWorks の機能拡張

Python スクリプトとして実装した。また、計算した力

学指標と主観的な把握しやすさを対応付ける主観モデル

を構築するための予備的な実験を実施した。一方、全身

については、生成した姿勢から一人称視点画像や、基準

姿勢からの角度変化を出力するための機能を、同じく機

能拡張スクリプトとして実装した。 

 全ての機能が DhaibaWorks 上に実装されているため、

個人別の形体や代表的な形体の生成、製品に対する姿勢

の生成、そして姿勢に基づく力学評価値の計算までをシ

ームレスに行うことができる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］製品設計、形体、運動、体感、身体機能

データベース、身体機能モデル、最適デ

ザイン支援、デジタルヒューマン 

 

［テーマ題目２］生活データベース技術、生活センシン

グ技術およびに関する研究 
［研究代表者］西田 佳史 

（生活・社会機能デザイン研究チーム） 

［研究担当者］西田 佳史、堀 俊夫、北村 光司、 

掛札 逸美、大野 美喜子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

生活データは、あらゆる家庭で詳細に継続的に収集す

ることが難しい。そこで、可能な範囲で収集された生活

データを、他の環境で再利用したり、複数の環境下で収

集した生活データを統合する必要がある。しかし、家庭

環境は形状や大きさ、家具などの配置がそれぞれの家庭

ごとで異なっているため、単純に統合することはできな

い。そこで、それらの情報を統合するための正準化技術

の基盤技術を開発する。また、統合や再利用を行うため

の可視化機能を持ったプラットフォームを開発する。平

成24年度は、家庭内での不具合データだけでなく、他の

データにも対応可能なように、ドメインに合わせて入力

可能な項目を自由に設計できるように機能を拡張した。

機能拡張したシステムを用いて、日本ノーリフト協会か

ら提供があった15箇所の介護施設の浴室での不具合デー

タを入力し、典型的な不具合状況のパターン分析を行っ

た。 

 日常生活の多くの時間を過ごす家庭は、間取りの構成

要素である部屋の種類は類似しているが、それぞれの家

庭で間取りの構造は異なっており、間取りの構造による

生活の違いを分析しようとすると、間取り構造の表現方

法、類似度計算やクラスタリングを行う分析手法が必要

となる。そこで、間取り構造毎に生活データを分析する

ための技術を開発した。具体的には、モノ同士のつなが

りや、部屋とモノとの関係性についても、グラフ構造で

記述する機能を実装した。グラフ構造を手作業で作成す

るのではなく、生活データベース管理システムを用いて

入力した家庭内での不具合データ（間取り、モノの配置、

不具合情報）を元に、関係性を抽出してグラフ構造とし

て表現できる機能を実装した。 

人々の生活は、身体的・精神的機能、環境・製品・他

者、活動・参加などが関連し合い、影響を及ぼすことで、

どのような体験と感じるか、どのような感情が発生する

かといったことが変化する。生活をそのような各要素か

ら構成される生活の構造として記述することができれば、

生活を改善するのに不足している変数、変化させるべき

変数を把握可能になる。また、生活を各要素から構成さ

れる構造としてとらえることで、各変数が及ぼす影響を

把握することも可能である。そこで、生活に関わる要素

の構造として記述し、分析する手法を開発した。具体的

には、拡張ICF（国際的に統一された生活機能コードを

拡張したもの）を用いた記述した複数人の生活構造デー

タについて、平成23度開発した類似度計算手法を改良し、

サブグラフの構造まで含めて類似度を計算する手法を開

発した。また、複数人の生活構造を統合して、そのコミ

ュニティに属する人の典型的な生活構造を抽出する手法

を開発した。時系列の生活構造データを用いて、介入の
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効果を定量的に評価する手法を開発した。ある人に着目

したとき、その人の生活構造を構成する要素がある場合、

同じ要素を使って他人が行っている生活を見つけ出し、

可能な生活を提示する手法を開発した。 

神戸市の適寿リハビリテーション病院と連携体制を築

いた。また、スマートフォンを活用した環境計測・社会

参加施設登録ソフトウェアを開発し、これを用いて神戸

市の長田地区の計測（10km以上）を実施し、生活機能

対称性を有する歩行訓練ルート・推薦システムを開発し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活データベース、生活モデル、行動モ

デル、行動シミュレーション、正準化技

術、フルボディインタラクション、ヒュ

ーマンエラー、センサーネットワーク、

大規模データ 

 

［テーマ題目３］歩行データベース整備と歩行評価シス

テムの研究 
［研究代表者］持丸 正明 

（健康増進技術研究チーム） 

［研究担当者］持丸 正明、森田 孝男、三輪 洋靖、

小林 吉之（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 店頭や日常生活環境で顧客の歩行を観測し、その歩き

方の特徴を評価する技術、より健康増進に効果のある歩

き方の推奨、あるいはその歩き方に変容させる商品の開

発と推奨に関する研究を進めた。要素技術として、健常

者のさまざまな歩行（運動、床反力）を蓄積した歩行デ

ータベースの整備、歩行の個人差を表現する歩行主成分

モデルの確立、さらに現場で実現可能な限られた歩行デ

ータに歩行主成分モデルを活用することで全身歩行を再

現し、特徴を評価する技術の開発を行った。平成22年度

までに開発してきたトレッドミル型歩行評価システムの

みならず、圧力センサを敷き詰めたウォークウェイ型、

身体装着センサ型など異なる場面で利用できる歩行評価

システムの開発に着手した。平成24年度では、(1)健常

者（高齢者含む）歩行データベース120名分を整備し、

公開した（中期計画 IV-3）。(2)歩行データベースを用

いて歩行時の転倒リスクに相当する遊脚期のつま先高さ

余裕（Minimum Toe Clearance）を推定する手法を拡

張し、年齢別得点を計算・表示する技術を開発した。

(3)開発したシステムを気仙沼地区などで実証試験し、

システムによる介入が転倒リスク低減に有効であること

を検証した。(4)日常的にどのようにつまずきが発生し

ているかを調査するために、ラボ内に設置した監視カメ

ラで蓄積した膨大な画像からからつまずきシーンを自動

抽出する画像処理技術を開発した。この研究は、情報技

術研究部門と共同で実施した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］健康工学、生体力学、デジタルヒューマ

ン 

 

［テーマ題目４］スマートアシスト技術の研究 

［研究代表者］加賀美 聡 

（スマートアシスト技術研究チーム） 

［研究担当者］加賀美 聡、西脇 光一、山崎 俊太郎、

トンプソン・サイモン、佐々木 洋子

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 主に下記の6項目の研究を行った。 

1) ヒューマノイドロボットのアシストに向けた基本機

能の研究 

 これまで研究してきた動力学的モデルに基づいた短

周期歩行軌道生成手法に、力センサと姿勢センサから

推定した運動状態をフィードバックし、外乱に対して

頑健な二足歩行システムの実現法を研究している。 

 本年度は、これまで開発してきたオンラインで力学

的整合性を考慮した軌道を生成する不整地歩行制御手

法を拡張し、外乱に際して、高速に駆動できる脚を利

用して着地時の接地状態、運動状態に応じて、次の着

地位置やタイミングを変更することにより安定に歩行

を継続する手法を開発し、2種のロボットで検証を行

った。 

 開発した二足歩行システムを用いて舗装路面での屋

外歩行実験を行った。屋外歩行においては、鉛直軸周

りの想定外の回転が、ロボットの周辺地図を作るため

にも、操縦のためにも問題となることが判明したため、

姿勢角センサを用いて滑りを検知し補償する方法を開

発した。 

2) 視覚による人間と人間環境の理解機能の研究 

 カメラ、パターン投影立体視、レーザー距離センサ

などを利用する各手法の研究と、これらを用いた人間

の発見・追従・進路予測、環境の地図作成・自己位置

認識、物体のモデル作成・発見・位置姿勢検出、生活

行動のモデル化などの研究を行っている。 

 本年度は、RGB-D 画像から得られる距離や色の特

徴量を多次元ベクトルとして表現したものを2段階の

SVM（Support Vector Machine : 機械学習方法の１

つ）で隠れに頑健に学習する手法を開発し、オンライ

ンシステムを構築し、50クラス、1000物体、15万画像

の入力が精度良く認識できることを確認した。本手法

は今後生活環境の物体認識システムに利用していく。 

 時間コード化光を用いた高速な三次元計測手法とし

て、高速度で位相シフト法を実現するための時間移動

窓を用いた構造化光アルゴリズムを提案した。実際に

DLP プロジェクタのハードウェアを改変して、

180Hz で位相シフトステレオを構築し、人体計測に

十分な精度（0.1mm）と速度（180Hz）をもつ距離

画像システムを実現した。 
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 距離画像や形状モデル間の非剛体変形を推定するア

ルゴリズムを提案し、運動中の人体の全身や部分の形

状をモデル化する方法を明らかにした。 

 本手法により、単一 Kinect カメラで撮影した距離

画像列から全身形状を復元できることを示した。 

 また Kinect カメラを用いて、人体寸法データベー

スを用いて6項目を計測すると、52項目が精度よく推

定できるシステムを構築した。本手法は今後システム

からの人体寸法推定システムとして利用していく。 

3) 聴覚による人間と人間環境の理解機能の研究 

 低サイドローブ全方位望遠マイクアレイの研究を進

め、音源定位、分離、音声認識・音源識別などの各手

法の研究と、これを用いた環境の音地図作成・人間の

発見・生活行動のモデル化の研究を行う。 

 本年度は情報技術研究部門との連携により、人の声、

物音など様々な音を識別する機能を実現した。 さら

に音源識別の成果を発展させ、移動音の追跡手法を開

発した。 

 次にマイクロホンアレイで取得した音のモデル化お

よび識別手法を提案し、分離音から人の声を含む様々

な音源を識別する機能を構築した。提案法は、実環境

中の多様な音を表現し未知の音を検出可能なモデル生

成を行うことで、環境変化に合わせて柔軟にモデルを

更新することができる。さらに音源識別の成果を利用

した移動音の追跡手法を多重仮説検定型のパーティク

ルフィルタリングを用いて開発した。 

 これらの手法を音環境理解機能として発展させてい

く。 

4) デジタルヒューマンモデルを用いたアシスト技術の

研究 

 スマートアシスト技術により実現されるサービスか

らアプリケーションドリブンにシステムを構成し、実

際にサービスを行うことにより、システムの有用性を

実証し、問題点を探る研究を行う。具体的には一人称

ビジョンによる生活記録、サービス移動ロボットによ

る人間環境の変化や人間の生活記録、人間に親和性の

高い移動アシスト、音焦点形成による呼びかけなどの

技術について研究している。 

 本年度は当センターの体形データベースからのモデ

ル化を行い、光学的に外部から簡便に計測できる数項

目の寸法項目を計測することにより、精度良く全身の

約50の人体寸法項目を推定する手法を実現した。本手

法を利用し Kinect カメラを用いたオンライン体形推

定システムを構築し、実証実験を行うことにより、約

5%の精度を実現した。 

 次に全身姿勢、手先外力を考慮した立位作業制御器

を開発した。これまでの歩行制御法を拡張する形であ

るため、不整地での作業や不整地を含む路面での踏み

替えや歩行をそのまま行うことができる。また、関節

負荷を考慮し、手先でトルクを発生しない力分配によ

る梯子昇降力制御器を実現し、梯子登りを成功させた。 

 また多層型のレーザー距離センサを用いた歩行軌跡

取得システムを開発した。このシステムを用いること

により、パシフィコ横浜での展示会において、地図作

成と、人流計測（2.5万人）を同時に行うという成果

を挙げた。 

 最後に、これまでに開発してきた屋外の自律移動シ

ステムが、福島原発の復興工事において、放射性瓦礫

の自動搬送に利用されている。 

5) 双方向 Mixed-Reality による提示とインタラクシ

ョン機能の研究 

 人間にシステムの内部状態を提示したり、逆に人間

から意図や指示を受け取るための双方向 Mixed 
Reality（MR）の研究を行う。またこの双方向 MR シ

ステムにより環境中のシステムの内部・外部状態とマ

ーカーをつけた環境中の人間や物体の記録を取ること

が可能になる。この情報を利用したシステムの改善、

人間とシステムのインタラクションの記録と解析、安

全性の検証などの活用などについて研究する。 

 本年度は移動ロボットの認識・計画・制御機能を実

世界に重畳するシステムを構築した。開発した手法は

ロボットの認識や意図を人間に提示すると共に、人の

指示や意図を入力可能な双方向 MR のシステムとな

っている。日本科学未来館の展示フロア用ロボットを

対象に、半年間の実証実験を行った。 

6) 実時間ディペンダブル OS の研究 

 ART-Linux の開発を継続し、Linux2.6.32～3.6に

対応する実時間機能、AMP 機能、実時間通信機能を

持つ OS を開発した。本 OS は他の Linux ベースの

実時間 OS よりも実時間処理のジッターが数倍から数

十倍少ないという特徴がある。開発した OS を記者発

表すると共に Sourceforge より一般公開を開始した。

開発した OS をヒューマノイドロボット HRP2、
HRP3、HRP4や移動ロボット Pen2、Segway RMP
などで利用し、実証実験を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、二足歩行、3

次元視覚、地図作成、位置認識、経路計

画、実時間 OS、ディペンダビリティ 

 

［テーマ題目５］傷害データベースと傷害データマイニ

ング技術に関する研究 
［研究代表者］山中 龍宏（傷害予防工学研究チーム） 

［研究担当者］山中 龍宏、西田 佳史、北村 光司、

掛札 逸美、高野 太刀雄、 

大野 美喜子、持丸 正明、 

河内 まき子、多田 充徳 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 キッズデザイン製品開発支援技術として、従来主観的
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な評価（官能検査）に留まっていた裂傷リスク評価に対

し、定量的な評価ができる検査装置と検査法を開発した。

ガラス、金属、プラスチックなどを対象とした比較によ

ると、官能評価法との相関が高いことが確認された。ま

た、これまで子どもの身体寸法や行動特性データを活用

するための設計支援ツールを考案し、H25年度から販売

可能な実用レベルにまで高めた。具体的には、子どもの

データブック、2D キッズモデル、2.5D キッズモデル、

3D キッズモデルなどを開発した。これまで収集された

事故データに対する新しい情報処理技術として、状況デ

ータをグラフ構造化し、グラフ構造解析手法を応用する

ことで、典型的状況のクラスタリングを可能とする技術

を開発し、実際の事故事例（自転車818件）に適用する

ことで効果を検証した。生活デザインにおける基本技術

としても援用できる技術である。この技術を用いて状況

クラスタリングした結果をイラスト化すし、外部の事故

予防支援者（AIU の CSR 活動、日本スポーツ振興セン

ターの活動）に提供することで、1000か所を超える機関

に配布した。 

 平成23年度に新たに開始した長崎県大村市の保育所・

幼稚園（18箇所）のサーベイランスの運用に成功し、

500件を超える傷害データの収集に成功した。また、こ

れを分析することで、従来、成育医療研究センターに来

ていた重症事例との比較が可能となった。また、厚木市、

大村市において動画や実演を用いた介入（自転車とボタ

ン電池）を実施、その効果検証を行った。 

 虐待防止のための統計的診断ソフトウェアを配布する

ための配布パッケージを開発し、その普及のために、地

域の医療機関の外来や救命センター向けの講習会（参加

者：50人程度）を実施した。2012年10月11日は、横浜市

瀬戸区医師会主催の虐待防止セミナーにおいて、啓発プ

ログラムの一部を実施し、その際に、統計的虐待診断ソ

フトウェア（CDROM）を配布した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］傷害データベース、傷害シミュレーショ

ン、リスクコミュニケーション、オープ

ンイノベーション、安心・安全、製品安

全、リスクアセスメント、知識循環、虐

待防止、不慮の事故 

 

④【ナノスピントロニクス研究センター】 

（Spintronics Research Center） 

（存続期間：2010.4.1～） 

 

研究センター長：湯浅 新治 

副研究センター長：福島 章雄 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：12名（12名） 

経 費：372,798千円（170,217千円） 

概 要： 

 電子の電荷のみを用いた従来の半導体エレクトロニ

クス対して、電子の持つ“スピン”の自由度も活用し

た新しいエレクトロニクス技術が「スピントロニク

ス」です。IT 社会の発展に伴って急増する電子機器

の消費電力を抑制するために、電子機器が仕事をして

いない“入力待ち”時間の消費電力（待機電力）を大

幅に削減する必要があり、そのためには電源を切って

も記憶が保持される不揮発性メモリ」の開発が不可欠

となります。 

 当研究センターでは、この不揮発性を最大限に引き

出すため、固体中のスピン制御技術を極める学術的基

礎研究からデバイス応用研究まで、スピントロニクス

の技術開発を企業や大学と連携し推進します。 

 当研究センターでは以下の3つのミッションを掲げ

電子スピンを活用したスピントロニクス技術とナノテ

クノロジーを融合した「ナノスピントロニクス技術」

により、大容量・高速かつ高信頼性を有する不揮発性

メモリの開発を行い、この技術を中核にして、待機電

力ゼロの究極グリーン IT である「ノーマリー・オ

フ・コンピュータ」の実現を目指します。また、半導

体中でのスピン注入、スピン操作、スピン検出の「半

導体スピントロニクス技術」を開発し、「スピン・ト

ランジスタ」を開発します。さらに、半導体中のスピ

ンと光の相互作用に基づく「光スピントロニクス技

術」を活用し、光通信ネットワークの高度化のための

新デバイス「スピン光メモリ」の研究開発を行います。 

・ミッション1 グリーン・イノベーションの実現 

ナノスピントロニクス技術を中核にして、大容量・

高速・高信頼性の不揮発性メモリ「スピン RAM」

を開発し、コンピュータの主要メモリを不揮発化す

ることによるグリーン・イノべーションの実現を目

指す。 

・ミッション2 半導体スケーリング限界の突破 

スピン RAM によるメモリの不揮発化だけでなく、

ナノサイズでも安定に動作するメモリセルを開発す

ることにより、半導体メモリのスケーリング限界を

打破することも目標とする。 

・ミッション3 革新的電子デバイスの開発 

光メモリや不揮発性スイッチング素子、スピン･ト

ランジスタ、高周波デバイスなど、将来的に IT に

革新をもたらすポテンシャルを有する新デバイスの

創出を目指す。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

スピントルク発振の高効率化に関する研究 

 

スピンを利用した超省電力レーザ素子に関する研究 

 

スピン XMOS に関する研究 
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外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構（S-イノベ）「3次元磁

気記録新ストレージアーキテクチャのための技術開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（CREST）「金属／機能

性酸化物複合デバイスの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（さきがけ）「単原子層

デザインによる希少金属フリー超高磁気異方性薄膜の開

発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 特別

研究員奨励「不揮発生トランジスタ開発のための半導体

へのスピン偏極電子注入」 

 

独立行政法人日本学術振興会 最先端次世代研究開発支

援プログラム「スピントロニクス技術を用いた超省電力

不揮発性トランジスタ技術の開拓」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（ALCA）「電気磁気効

果を有する反強磁性連続媒体を用いた電界操作磁気記録

原理の理論精査をシミュレーション技術の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金（新学術領域研究）「ス

ピンエレクトロニクス材料の探索」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究(S)）「高周波スピントロニクスの研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究(A)）「面内規則配列を有する自己組織化ナノ構造

薄膜の作製とスピンデバイスへの適用」 

 

発 表：誌上発表35件、口頭発表90件、その他12件 

---------------------------------------------------------------------------- 
金属スピントロニクスチーム 

（Metal Spintronics team） 
研究チーム長：久保田 均 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 MgO-MTJ 素子の巨大 TMR 効果とスピントルク磁

化反転を用いた大容量不揮発メモリ「スピン RAM」

の研究開発を行っています。特に、垂直磁化電極を用

いた nm サイズ MTJ 素子の開発を行い、書き込み時

の低消費電力化と電源を切っても情報が保持される不

揮発性の両立を目指しています。また、同じ基盤技術

を活用した新デバイスの研究開発、具体的には、ナノ

サイズのマイクロ波・ミリ波発振器および検波器、物

理乱数発生器、不揮発性スイッチング素子の開発も行

っています。さらに，薄膜成長技術を応用した新規ス

ピントロニクス素子の開発も進めています． 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

半導体スピントロニクスチーム 

（Semiconductor Spintronics team） 
研究チーム長：齋藤 秀和 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 半導体を用いた伝導及び光スピントロニクス技術の

研究開発を行っています。具体的には、1)スピン・ト

ランジスタの実現を目指した半導体へのスピン注入・

制御・検出、2)薄膜光アイソレータやスピンレーザな

どの光デバイスの研究開発を行います。現行の IT 機

器は主に揮発性（電源を切れば情報が失われる）の半

導体により構成されており、そのため消費電力の約9

割は待機中に消費してしまっています。本研究では、

スピントロニクス技術最大の特色である不揮発性（電

源を切っても情報を保持する）を用いた超省電力トラ

ンジスタ技術を開拓します。これにより、従来技術で

は困難であった消費電力の劇的な削減に繋げます。将

来的には待機電力がほぼ零である「ノーマリー・オ

フ・コンピュータ」に繋がることが期待されます。ま

た、このスピンの持つ不揮発機能を光素子に付加する

ことにより、従来は実現されていない新型光アイソレ

ータやスピンレーザ等の革新的光素子の開発研究を進

めています。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

  

理論チーム 

（Theory Team） 

研究チーム長：今村 裕志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ナノ構造における磁性・スピンダイナミクスを記述

する新規理論の構築、および理論的なアプローチを用

いた新規ナノスピントロニクス素子開発の先導を目指

して研究を行っています。具体的には、ナノ構造にお

けるスピンダイナミクスを利用した超高密度磁気記録

の読み出し・書き込み技術の開発、磁気トンネル接合

素子や、グラニュラー型メディア材料などのナノ磁性

体の熱安定性に関する理論の構築、不揮発性メモリや

磁気記録における信頼性評価技術の開発を行っていま

す。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

------------------------------------------------------------------------ 
［テーマ題目１］スピントルク発振の高効率化に関する

研究 

［研究代表者］久保田 均 

［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、山口 明啓、

野崎 隆行、甲野藤 真、松本 利映、



研 究 

(204) 

谷口 知大、今村 裕志 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、MgO トンネルバリアを有する強磁性ト

ンネル接合をベースとする、マイクロ波発振器および検

波器の開発に取り組んでいる。原理は、強磁性トンネル

接合中を流れるスピンカレントがつくるスピントルクと

スピンの配置に依存してトンネル確率が変化する強磁性

トンネル効果に基づく。これらのデバイスは、サイズが

非常に小さく、自励発振であるため共振器不要で回路中

に組み込みやすいなどの特徴を持ち、半導体素子にない

特徴を有している。24年度は、強磁性体薄膜材料の開発

をすすめ，垂直磁化発振層を有するスピントルク発振素

子を開発した． 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 

［テーマ題目２］スピンを利用した超省電力レーザ素子

に関する研究 

［研究代表者］齋藤 秀和 

［研究担当者］齋藤 秀和、バディム ザエツ 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 情報通信機器の省電力化は緊急の課題となっており、

光通信分野においてもいわゆる「グリーン・イノベーシ

ョン」の推進が必要である。近年、電子の有する電荷と

スピンを同時に固体素子中において利用する、いわゆる

スピントロニクス技術が大きく注目されている。これま

では、スピントロニクス技術は専ら伝導デバイスに導入

されて、例えば磁気ランダムアクセスメモリ等の超省電

力デバイスが実現するに至っている。しかしながら、ス

ピンの持つ機能はメモリに代表される不揮発機能だけに

留まらない。その大きな特徴の一つは、光と強く結合す

る性質を有することである。この光とスピンの相互作用

（光スピントロニクス技術）を半導体光デバイスに中で

効率良く用いることが可能であるならば、新動作原理を

有する革新的光デバイスができるはずである。本プロジ

ェクトでは、光スピントロニクス技術を利用するスピン

レーザの開発を行う。 

 スピンレーザとはスピン偏極電子を利用して円偏光発

振するレーザであり、閾値電流の大幅な削減（理論的に

は半減が可能）が可能であり、将来的には量子暗号通信

等のより高度な情報通信技術のキーデバイスとして用い

られることが期待される。 

 本年度は、昨年度に立ち上げたレーザ作製装置（III-
V 族半導体成膜用分子線エピタキシー装置）を用いて、

レーザ素子に必要な半導体多重膜構造の作製およびフォ

トルミネッセンス等の光学的測定より試料評価を行った。

現在、レーザに必要な膜品位にむけて取り組んでいると

ころである。また、実用化のためにはスピン注入源とし

て零磁場で膜面垂直方向に磁化が向いている強磁性体

（垂直磁化膜）を開発する必要がある。そこで、Tb/Fe
垂直磁化膜の作製に取り組み、最適な作製条件を確立し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光スピントロニクス、スピンレーザ、磁

気光学効果、円偏光 

 

［テーマ題目３］スピン XMOS に関する研究 

［研究代表者］遠藤 和彦 

［研究担当者］齋藤 秀和、ロン ヤンセン、 

湯浅 新治、福島 章雄 

（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の IT 機器が消費する電力の8～9割は待機中に消

費してしまっている。これは、現行の IT 機器が主に揮

発性（電源を切れば情報が失われる）半導体デバイスに

より構成されているためである。従って、その画期的な

省電力化のためには、既存デバイスの改良ではなく革新

的な動作原理に基づく新メモリデバイスを開発し、「揮

発性エレクトロニクス」から「不揮発性エレクトロニク

ス」へのパラダイムシフトが必要である。 

 この課題を克服するため、電子の電荷とスピン自由度

を半導体中で同時に利用することにより不揮発的に情報

を記憶するトランジスタ“スピントランジスタ”が世界

的に注目されている。しかし、これまでに明確にスピン

に依存したトランジスタ動作を実証した例は無い。この

理由は、スピントランジスタを実現する上での基盤技術

である、強磁性金属電極からシリコンチャネルへのスピ

ン注入およびその検出に関する基礎物理と制御技術が未

確立であるためである。 

 本年度はシリコンへのスピン注入に関する2つの重要

な新現象を発見した。一つは異方性トンネル磁気抵抗効

果と呼ばれる現象である。これにより、スピン注入効率

にシリコンの結晶異方性があることが判明した。もう一

つはスピン注入効率が接合抵抗に依存する現象であり、

スケーリング則と名付けた。この現象は従来理論では全

く説明ができず、今後、メカニズムの解明に取り組む。

また、スピン注入の次のステップとしてスピン検出を実

証するため、狭ギャップを有する強磁性ソース・ドレイ

ン素子の作製を行っている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入、シリ

コン 

 

［テーマ題目４］金属／機能性酸化物複合デバイスの開

発 

［研究代表者］湯浅 新治 

［研究担当者］野崎 隆行、松本 利映、甲野藤 真、 

薬師寺 啓、久保田 均、福島 章雄 
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（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産学官の連携により高品質の酸

化物薄膜を低い基板温度で大面積基板上に高効率に作製

できる革新的成膜プロセスを開発し、それを用いて酸化

物層と強磁性金属層を複合化した新機能デバイスの創生

を目指している。具体的には、（1）スパッタ成膜プロセ

スの開発、（2）電圧印加磁化反転技術の開発、（3）不揮

発性スイッチング素子の開発、の3項目について研究開

発を行う。産総研グループは主として不揮発性スイッチ

ング素子の開発に取り組んでいる。平成24年度は、フェ

リ酸化物であるマグヘマイト（γ-Fe2O3）と酸化マグ

ネシウム（MgO）を積層させたハイブリッド障壁層を

有する新型トンネル接合素子を開発し、低温において

MgO トンネル接合素子の特性を上回る磁気抵抗効果の

観測に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］金属酸化物、スイッチング素子 

 

⑤【サービス工学研究センター】 

（Center for Service Research） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究センター長：持丸 正明 

副研究センター長：内藤 耕 

副研究センター長：本村 陽一 

 

所在地：臨海副都心センター、つくば中央第2 

人 員：18名（18名） 

経 費：340,185千円（171,136千円） 

 

概 要： 

 サービスは GDP においても雇用においても日本経

済の7割を占めるようになってきた。特に、急速に進

む少子高齢化などの社会構造変化や、企業の業務効率

化のためのアウトソーシングなどによりサービスへの

需要は拡大しており、製造業と並んで日本の経済成長

の牽引役となることが期待されている。しかし、経済

や産業におけるこのような重要性にもかかわらず、近

年、サービス産業の生産性の伸び率が低いと言われて

いる。米国および日本のサービス業の労働生産性上昇

率（2005～2009年）はいずれも-0.5%と低下傾向にあ

る。（日本生産性本部『労働生産性の国際比較2011』）

このような意味でサービスの生産性の向上は急務とな

っている。こうした状況を背景として、政府レベルの

政策においても、サービスの生産性向上は重要課題と

位置づけられるようになってきた。 

これを受け、本研究センターは、サービス産業の生

産性を向上させるため、サービス現場においてデータ

に基づいて仮説を立て、それを検証しながらサービス

を改善していくという「サービスの最適設計サイク

ル」を自立的に廻すことをグランドチャレンジに据え、

サービス産業に最適設計サイクルを普及させることを

目標とする。サービスにおいては、ものづくり以上に

「人」の関わりが重要であり「人」の機能のモデルが

重要であると考えている。そこで、サービスの現場で

の「人」である顧客と従業員の行動を観測し、それを

分析して人やサービスプロセスのモデルを構築する。

そして、対話的なシミュレーション技術等により効率

的なサービスを再設計し、それを現場に適用するとい

う最適設計サイクルを繰り返す「人」基点のサービス

工学を推進する。これを推進する体制として、次の5

つを行う研究チームをそれぞれ設けている。 

・顧客、従業員の行動観測と提示技術の研究 

・行動観測で蓄積した大規模データモデリングの研究 

・サービスプロセスのモデル化に関する研究 

・シミュレーションによるサービス支援の研究 

・都市型空間での新サービス創出の研究 

こうした体制の下、サービス産業に属する企業との

連携を通じて実際のサービスフィールドで具体的研究

を推進しながら、幅広いサービス産業に展開可能なサ

ービス工学要素技術の開発を進めていく。また、企業

コンソーシアムを活用しながら、これらの要素技術の

企業への導入・研究の方法論の確立とサービス工学の

理論の構築・研究者および技術者の裾野の拡大も図っ

ていく。 

---------------------------------------------------------------------------
内部資金： 
運営費交付金「カメラやセンサによる複合現実トラッキ

ングのベンチマーク標準化」  
 
外部資金： 
独立行政法人科学技術振興機構「3次元映像の解析」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「複合階層モデルを用い

た都市エリアシミュレーションの開発と利用方法の確

立」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「大規模社会シミュレー

ション実行計画機構の開発」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「スマートアクセスビー

クルシミュレーション設計」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「電子商取引を利用した

消費者コミュニケーション型水産加工業による復興」 
 
独立行政法人科学技術振興機構「対話型モバイル拡張現

実体験（AMIE）：メンテナンスサービスへの応用」 
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独立行政法人科学技術振興機構「土壌・栽培情報価値の

可視化による精密復興農業モデルの構築」 
 
科学研究費助成事業「循環型製造業の将来像を設計する

ための持続可能社会シナリオシミュレータの開発」 
 
科学研究費助成事業「子どものこころと身体を見守り支

援する大規模データ収集とリスク予想モデル構築」 
 
科学研究費助成事業「ハイブリッド RFID テキスタイ

ルを用いた広域空間の位置情報検出手法についての研

究」 
 
科学研究費助成事業「確率統計的手法による焦電センサ

出力の周波数特徴量を利用した測位システムの研究開

発」 
 
科学研究費助成事業「系の安定化に基づくレジリエント

社会コミュニケーション技術の開発」 
 
科学研究費助成事業「観光客類型の定量的継続的把握技

術の開発」 
 
科学研究費助成事業「製品リマニュファクチャリングの

現状分析と普及シミュレータ開発の研究」 
 
科学研究費助成事業「障害者の座位姿勢における衣服作

製のための3次元計測とバーチャル着装の研究」 
 
科学研究費助成事業「仮想空間の情報が実空間の人の流

れに伝播する様子のモデル化と分析に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「高齢者介護施設における従業員の

気付き情報の収集と高度利用に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「聴覚障害者を対象とした手続き的

知識獲得のための電子教材の認知モデルに基づく開発」 
 
科学研究費助成事業「地域救急医療連携への影響要因の

解明と支援技術の運用を通じた評価に関する研究」 
 
科学研究費助成事業「消耗財ダブルオークションにおけ

る収益最大化メカニズムの設計と評価」 
 
厚生労働省科学研究費補助金「白杖歩行・盲導犬歩行・

同行援護歩行に対応したマルチモーダル情報処理技術に

基づく訓練と評価の循環支援」 
 
厚生労働省科学研究費補助金「被災後の子どものこころ

の支援に関する研究」 

国立大学法人京都大学「都市災害における災害対応能力

の向上方策に関する調査･研究「(1)円滑な応急・復旧対

応を支援する災害情報提供手法の開発 (b)マイクロメ

ディアサービス開発 2)マイクロメディアサービスにお

けるマッシュアップ・双方向インタラクション技術の開

発」 
 
公立大学法人北九州市立大学国際環境工学部「情報伝

達・共有型図上訓練を用いた危機管理体制強化マネジメ

ントプログラム」 
 
公益財団法人千葉県産業振興センター 戦略的基盤技術

高度化支援事業「災害地等向け透過型センサネットワー

ク搭載携帯端末の研究開発」 
 
財団法人立石科学技術振興財団「画像距離センサによる

脳性麻痺者インタフェースの開発」 
 

企業からの資金提供型共同研究：11件 

 

発 表：誌上発表118件、口頭発表131件、その他12件 

--------------------------------------------------------------------------- 
行動観測・提示技術研究チーム 

（Human-Behavior Sensing and Visualization 
 Research Team） 
研究チーム長：蔵田 武志 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 経験と勘への強い依存からの脱却、サービス生産性

向上、価値共創社会の構築、さらにはサービスイノベ

ーション誘発のために、行動観測・提示技術研究チー

ムでは、ヒト、モノ、コト（プロセス）の微視的・巨

視的な把握に資する行動計測・提示に関する研究開発

に取り組む。特に、ハンドヘルド PDR（歩行者慣性

航法）、PDR と動作認識を有機的に組み合わせた

PDRplus、センサ・データフュージョン（SDF）に

よるセンサインフラの依存度を軽減した屋内測位、作

業内容推定（SOE）、可視化等の複合現実情報循環の

ための各基盤技術の研究開発を推進すると共に、

Truly Movable Eye Tracker（顧客行動計測の詳細化、

動的環境モデリング）、行動観測・提示技術のニュー

ロマーケティングへの応用に関する研究開発について

は重点化課題とする。雑誌論文や国際会議への積極的

な投稿、展示会やメディア等でのサービス工学の普及

啓蒙、並びに企業との共同研究や技術移転（情報開示、

実施）、ベンチャー化等を通じた技術の社会実装を積

極的に推し進めることもこのチームの目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目１ 
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大規模データモデリング研究チーム 

（Data Based Modeling Research Team） 
研究チーム長：本村 陽一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 現実社会の中で行われるサービスに対する観測・分

析・設計・適用を可能にするために、サービスを通じ

て得られる大規模データをモデル化し、それを活用し

てサービスの最適化を可能にする技術を開発する。実

際のサービス現場の中に研究者が踏み込み研究活動を

行う方法論はある種のアクションリサーチとも見なせ

る。そこでは、実際のサービス活動を改善しながら、

サービスの現場で日常的に行われているサービス提供

者とサービス受容者の活動を、客観的に観測可能な大

規模データに基づいて、観測・分析し、計算モデル化

を行う大規模データモデリングの技術を社会実装可能

な状態で提供することが重要である。具体的には、人

間行動を観測する情報工学的技術、心理学的特性を推

定する認知・行動科学的技術、大規模データから潜在

的な意味カテゴリを抽出する数理的手法や計算技術、

計算モデルを構築する確率的情報処理技術、計算モデ

ルを用いた予測・制御・シミュレーション技術、これ

らの技術をサービス現場に実装し、社会化を促進する

応用開発技術の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

サービスプロセスモデリング研究チーム 

（Service Process Modeling Research Team） 
研究チーム長：西村 拓一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 人（従業員と顧客）が中心となるサービス業では、

効率的・高付加価値を実現するために、複数の人々が

組織を超えて連携する複雑なシステムとなっている。

また、人は意欲、価値観などによって作業品質や人間

間コミュニケーションの効率も変化する。このため、

生産性向上や新サービス創出に必要な俯瞰的・定量的

な現場プロセスの把握が困難となっている。 

 そこで、本チームでは、人を中心とするプロセスの

記述、モデリング、可視化技術およびインタラクショ

ン技術を統合的に研究する。これにより、現場プロセ

スの把握、現場参画型開発の方法論確立、プロセス改

良後の効果測定、各業務とコスト・顧客満足度との関

係の推定などを目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

サービス設計支援技術研究チーム 

(Service Design Assist Research Team) 
研究チーム長：野田 五十樹 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 サービスの生産性向上を工学的に進めるために、サ

ービスプロセス自身や、それとサービス資源の関係を

できるだけ簡潔な計算論的モデルとして構成する。そ

の上でプロセスの改変や資源の投入について多数の可

能性をシミュレーションすることで、有効なサービス

プロセス改変法、資源投入法を効率よくスクリーニン

グするための技術モジュールを開発する。具体的には、

自治体や医療機関における防災サービスの改善のため、

災害時の救急医療現場や非常時の群集の避難について、

そのモニタリングおよびシミュレーションシステムを

開発し、各種状況における防災・救援施策の効果を網

羅的に見える化する技術を確立する。また、自治体に

おける公共交通サービスや農林水産業における流通過

程について、ICT を用いた効率の良いサービス構築

手法を探求し、地域活性化のための基盤情報技術を確

立する。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 
都市空間サービス基盤技術研究チーム 

（Urban Space Service Architecture Research Team） 
研究チーム長：車谷 浩一 

（臨海副都心センター） 

概 要： 

 サービス設計ならびにサービス最適化の例として、

都市空間への来訪者へのサービス提供ならびに都市住

民の生活・業務支援サービスの創出と、環境や来訪

者・住民からのセンシング情報を元にサービスを最適

化する基盤技術の創出を目指す。高度に諸機能が集約

された都市空間においては、環境センサによって取得

された環境情報や人（来訪者・住民）が保持する携帯

情報端末から取得されたセンシング情報を用いること

により、人の移動（歩行、モビリティ利用）における

適切な支援情報の提示、人の行動の見守り、さらには

都市空間における効率的な農業の支援等の新規のサー

ビスの創出が可能であり、かつセンシング情報を用い

てこれらのサービスの質の向上や効率向上を図ること

が可能となる。このような都市空間におけるサービス

設計・最適化を実現するための基盤技術である、環境

センシング、センシング情報解析、サービス提供プラ

ットフォーム等の技術の創出を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］行動観測・提示技術群の構築 

［研究代表者］蔵田 武志 

（行動観測・提示技術研究チーム） 

［研究担当者］蔵田 武志、大隈 隆史、興梠 正克、

松本 光崇、大西 正輝、石川 智也、

天目 隆平、牧田 孝嗣、福原 知宏、

Manoj Perera、Thangamani Kalaivani 
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（常勤職員5名、他6名） 

［研究内容］ 

 本テーマでは、サービスイノベーションに資する行動

観測・提示技術群の構築に向けた研究を進めている。特

に、複合現実情報循環技術については、サービス現場で

の環境刺激と顧客・従業員行動の双方を明らかにするた

めの基礎・応用研究として、歩行者慣性航法（PDR）

と動作認識を有機的に組み合わせた PDRplus、セン

サ・データフュージョン（SDF）によるセンサインフ

ラの依存度を軽減した屋内測位、作業内容推定（SOE）、

屋内モデリング技術を開発し、並行して可視化を含むサ

ービス・プロセス・リエンジニアリング支援パッケージ

を構築している。また、顧客行動計測の詳細化と動的環

境モデリングを実現する Truly Movable Eye Tracker
や、ニューロマーケティングへの応用に関する研究開発

についても取り組み始めている。 

 本年度は、まず、ハンドヘルド PDR に関して、加速

度、ジャイロ等のセンサを搭載した端末の様々な利用状

況に対応するためにアルゴリズムをロバスト化した。こ

れにより、市販のスマートフォンへ PDR を搭載するた

めのテストの最終段階にまで開発が到達した。

PDRplus については、横歩き、後ろ歩き、進行方向推

定等で知財的進展があった。SDF についても RBG-D
カメラとの連携を開始し、G 空間 EXPO、国際会議等、

外部での実証を進めた。 

Truly Movable Eye Tracker については、デモビデオ

作成可能なレベルの試作が進み、コンサルティングやマ

ーケティング業務等からの具体的な需要があることを再

確認した。行動観測・提示技術のニューロマーケティン

グへの応用については、サービス・フィールド・シミュ

レータ（SFS）の第2世代筐体の試作を進め、脳波や生

体信号計測との連携の準備を整えた。 

ベンチャー化については、行動データと会計データと

の組み合わせによる包括的な測る化、見える化に基づく

CSQCC（Computer-supported QC Circle）のベストプ

ラクティスを示すことができた。また、3D モデリング

の事業化見通しを立てることができ、来年度は行動計測

事業の低コスト化、品質安定、各技術のコストベネフィ

ット分析に向けて集中することとなった。 

行動観測・提示技術の福祉サービス応用についての展

開も開始した。まず、視覚障害者歩行訓練支援の研究に

ついては、歩行の評価指標の定量化のための基礎的な被

験者実験と指標設計を進めた。障害者の座位姿勢におけ

る衣服作製のための3次元計測とバーチャル着装の研究

については、座位での身体計測、及び座位のままでの

AR（拡張現実）着装シミュレーションのためのプロト

タイプシステムの開発を開始した。 

メンテナンスサービスの AR 技術による支援に関する

日仏共同研究については、仮想化現実モデルに含まれる

特徴点、エッジ、面（テクスチャ）、色等の情報を用い

た AR トラッキング手法を開発すると共に、AR トラッ

キング手法のベンチマーク標準に関して、TrakMark 
WG でのデファクト側の活動と、ISO/IEC JTC 1/SC 

24の委員としてのデジュール側の活動を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］行動計測、複合現実、情報循環、サービ

ス工学 

 

［テーマ題目２］大規模データモデリングの研究 

［研究代表者］本村 陽一 

（大規模データモデリング研究チーム） 

［研究担当者］本村 陽一、竹中 毅、櫻井 瑛一、 

宮本 亜希（常勤職員3名、他1名） 

［研究内容］ 

 日常生活における様々なサービス活動において、購買

履歴や電子カルテ、業務上の記録などの大規模データが

集積されるようになっている。これらの大規模データの

中にある意味のある概念クラスとその間の因果的な構造

を抽出し、計算モデルを構築する技術や需要や経営効率

を予測する技術によって、実際のサービス活動を支援す

ることを可能にする方法論を確立する。具体的には、

ⅰ）既存のシステムを適宜組み合わせることで得られる

大規模データを効果的に活用する情報技術の研究、ⅱ）

社会心理学、行動科学、行動分析学的技法を駆使しなが

ら、実サービスの中に現れる人の行動特性を分析する手

法の研究、ⅲ）人間の行動と心理学的特性の間の関係を

共通の意味として対応づけるために、観測された大規模

データに基づいて意味のあるカテゴリやその間の構造を

自動抽出する技術の研究を行う。とくに平成24年度はサ

ービスにおける店内の行動を説明できる確率モデルを構

築し、サービス利用者のセグメントを理解する技術を開

発した。また開発した技術を実装した大規模データ分析

ツールやサービス現場を支援しながら現場のデータを収

集する対話システムをパッケージ化し、複数の企業に技

術移転することで、成果の利用コミュニティを立ち上げ

た。以上の活動によりサービス現場に新たな価値をもた

らす観測・分析・最適化システムを現場に導入し、実社

会で観測・分析・設計・適用のループを継続的に実行す

ることが可能となる。こうした実証的研究を機動的に実

行することで、サービス工学の研究手法の確立と一般化

をはかり、本格研究として早期の社会実装を可能にする

メタな方法論の研究も課題として意識しながら研究を進

める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス工学、本格研究、アクションリ

サーチ 

 

［テーマ題目３］サービスプロセスモデリングの研究 

［研究代表者］西村 拓一（サービスプロセスモデリング

研究チーム） 
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［研究担当者］西村 拓一、山本 吉伸、三輪 洋靖、

渡辺 健太郎、福田 賢一郎、吉野 公三、

茨田 和生、福原 知宏、 

山田 クリス 孝介、中島 正人 

（常勤職員6名、他4名） 

［研究内容］ 

 看護・介護サービスの現場において、従業員が主体的

に作業フローを見直し、必要となる道具の仕様を考え、

業務改善することを支援する現場参加型開発の構築を進

めた。業務の振り返りと共有を行う場を提供するワーク

ショップを試験したところその効果が判明し、このワー

クショップを効率的に開催するための支援システムの仕

様を作成した。現場で必要となる知識を流通させること

でサービス行為の迅速な記録を可能とする技術の改良を

進めた。記録時の従業員の状況に応じて推薦候補を提示

する機能および検索技術を改良し、来年度以降、本格的

に試験運用できる見込みを得た。 

 観光・集客サービスの現場に関しては、温泉地におい

て顧客に ID を配布する基盤技術（顧客 ID 化基盤技

術）を改良し、周辺地域との連携サービスの構築を進め

た。具体的には市民向け外湯券で市内の公共交通機関で

あるバスに乗車でき、走行中のバス車両の現在位置デー

タを収集するシステムを開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス工学、地域活性化、アクション

リサーチ、現場参画型開発、現場共有知 

 

［テーマ題目４］サービス設計支援技術群の構築 

［研究代表者］野田 五十樹 

（サービス設計支援技術研究チーム） 

［研究担当者］野田 五十樹、宮下 和雄、依田 育士、

山下 倫央、小川 祐樹、岡田 崇、 

黒嶋 智美、小柴 等 

（常勤職員4名、他4名） 

［研究内容］ 

 本テーマでは、サービスプロセスの改善を定量的・工

学的に予測するために、マルチエージェントシミュレー

ションをコアとしたサービスプロセス評価技術およびそ

のもととなるモニタリング・モデリング技術の研究開発

を重点的に行っている。 
 本年度は、これに対し、災害時やイベント時における

群衆行動の制御など自治体における安全・安心サービス

について、情報共有や情報提供と帰宅困難者や群集誘導

などの関係を明らかにするため、各種シミュレーション

システムを改良し、大都市における避難誘導や被災者・

帰宅困難者への情報サービスの有効性検証を進めた。特

に歩行者の大規模誘導に対して都市エリアシミュレータ

を適用し、数千通りのシミュレーションをおこなうこと

で、交通規制や一方通行を的確に設定することによる混

雑軽減の効果を明らかにした。さらに、情報共有につい

ては、東日本大震災以降注目されている SNS 等のコミ

ュニティメディアについて、その特性の洗い出しを、大

震災における実データをもとに進め、SNS のタイプに

よる使い分けについての指針を得た。 
 救急医療分野においても、救命救急センターにおける

医療スタッフ間で動線と会話の融合的な分析をするシス

テムを用いて、初期研修医やポリクリなどへの教育への

利用を進めた。 
 また、大規模な社会シミュレーションにより社会規模

のサービス設計や制度評価を可能とすることをめざし、

上記の様々なシミュレーションや解析をスパコン等の高

度計算機資源を活用して進める枠組みの構築を開始した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］サービス設計、サービス最適化、シミュ

レーション、情報循環 

 

［テーマ題目５］都市空間サービス基盤技術の構築 

［研究代表者］車谷 浩一（都市空間サービス基盤技術

研究チーム） 

［研究担当者］車谷 浩一、幸島 明男、河本 満、 

池田 剛、山本 晃、斉藤 美行、 

岩﨑 正裕、田口 雄大、田中 希武、 

野田 亜紀、細川 茂樹 

（常勤職員3名、他8名） 

［研究内容］ 

 本テーマでは、サービス設計・最適化の例として、高

度に諸機能が集約された都市空間において、環境センサ

や人（来訪者・住民）が保持する携帯情報端末から取得

されるセンシング情報を用いて、人の移動における適切

な支援情報の提示、行動の見守り、都市空間における効

率的な農業の支援等の新規のサービス創出、ならびにセ

ンシング情報を用いたこれらのサービスの質の向上・効

率向上のための研究開発を重点的に実施する。特に、環

境センシングデバイス、センシング情報解析、サービス

提供プラットフォーム等の技術の創出を目指す。 

 本年度は、特に都市空間における人の移動支援サービ

スの創出に重点を置き、沿線において高齢化が進み、住

民・来訪者への移動支援技術が必要とされる鉄道駅なら

びに隣接商業施設において、住民・来訪者が効率的・安

全に移動するための支援となる情報を提供するための基

盤技術の研究開発を実施した。具体的には、鉄道駅なら

びに隣接商業施設における移動支援サービスに必要な要

件を分析し、人の徒歩による移動、ならびに電動車椅子

（パーソナルモビリティ）による移動を支援するために

有用な情報である、移動経路の選択に有用である混雑情

報（密度情報）、移動速度に影響をもたらす移動体の種

別情報を効率的に計測する方法を分析した。 

これらの密度情報・種別情報を含む人の流れを把握す

るためのセンシングデバイスとして、対象空間をステレ

オビジョンによって観測し直接的に人流・種別情報を計
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測するシステムの設計・製作を行い、また対象空間での

音の発生事象、発生方向・位置、ならびに音の特徴を自

動的に計測し、その結果を用いてデータ補間によって人

流情報を推定するためのマイクロフォンアレーシステム

を設計・製作し、また、これらのセンシングデバイスを

対象空間実環境に設置し、人流計測の準備を行った。そ

れと並行して、取得されたセンサ情報を情報ネットワー

ク経由で遠隔データベースに構造的・効率的に送信する

ための通信プロトコルの策定を行い、またデータベース

に格納されたセンサ情報を用いて人流情報を推測するた

めのプラットフォームとして、時空間データベースシス

テムならびにセンサ情報解析ツール等の実装・整備を行

った。また、取得されたセンサ情報ならびに解析によっ

て推定された人流情報等を、情報の受け手である人（来

訪者・住民）がより理解しやすくするためのユーザイン

ターフェィスシステムの検討ならびに予備的実装を実施

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービス設計、サービス最適化、環境セ

ンシング、ユビキタスコンピューティン

グ 

 

⑥【フレキシブルエレクトロニクス研究センター】 

（Flexible Electronics Research Center） 
（存続期間：2011.4.1～2018.3.31） 

 
研究センター長：鎌田 俊英 
副研究センター長：長谷川 達生 
 
所在地：つくば中央第5、つくば中央第4 

人 員：21名（21名） 

経 費：434,665千円（241,595千円） 

 
概 要： 
１．ミッション 

 社会の隅々にまで行きわたる情報通信技術の普及

には、人々が直接情報の入手・発信に触れるための

ツールとなる情報端末機器の利便性の向上と高度普

及化が重要な課題となっている。本研究センターで

は、こうした課題を解決し、これにかかる新産業創

出、国際競争力強化に貢献していくために、ディス

プレイやセンサーなどの情報通信端末機器用のデバ

イス技術としての使用利便性の向上および省エネル

ギー化の促進を目指して、軽い、薄い、落としても

壊れない、形状自由度が高いという特徴を備えたフ

レキシブルデバイス技術の開発を推進する。これに

より、より利便性の高い革新的情報端末機器を社会

に普及させ、新市場創出による経済効果の拡大を図

る。また、これら情報端末デバイスの低消費電力化

技術の開発とともに、フレキシブルデバイスを省エ

ネルギー・省資源・高生産性で製造する技術となる

印刷法を駆使したデバイス製造技術の開発に取り組

み、大量普及する情報端末用デバイスの低消費電力

化、製造エネルギーの削減を推進して、グリーンイ

ノベーションに貢献する。さらに、これらの技術に

係る材料基盤・計測標準化技術の開発に取り組み、

産業基盤支援と国際競争力強化に貢献することを目

指す。 
２．研究開発の課題 

 ミッション遂行のために、下記の研究開発課題を

設定して、技術開発を推進する。 
① フレキシブルデバイス技術の開発研究 

 超薄型、軽量、形状自由度、大面積、耐衝撃性

に優れた情報入出力インターフェースデバイスの

創出を目指し、柔軟性を有するフィルム基板上に

回路・デバイスを設置したフレキシブルデバイス

技術の開発を行う。特に、ディスプレイなどの表

示・出力デバイス、圧力、光、熱応答の入力デバ

イス、無線アンテナ、配線等、回路デバイスなど

をフレキシブルデバイス化する技術を中心に技術

開発を推進する。 

② プリンタブルデバイス製造技術の開発研究 

 フレキシブルデバイスの省エネルギー・省資

源・高生産性製造プロセス技術として、脱真空プ

ロセス、脱高温プロセス、脱フォトリソグラフィ

ープロセスによりデバイスの製造エネルギーを著

しく軽減させ、高速高生産性デバイス製造を可能

にする溶液プロセスに立脚した印刷デバイス製造

技術の開発を推進する。特に、高精度高精細印刷

デバイス製造技術、低温印刷デバイス製造技術、

高機能化印刷デバイス製造プロセス、大面積高均

質デバイス製造技術などを中心に、技術開発を推

進する。 
③ フレキシブルデバイス用材料基盤・評価技術の

開発研究 

 フレキシブルデバイス用材料の開発ならびにそ

れらの基礎物性、寿命、効率、素子性能等にかか

る評価、計測に関する技術の開発を推進する。特

に、有機半導体材料などのデバイス用有機機能性

材料の開発 
３．研究開発の推進体制 

 研究開発の推進に当たっては、本研究センター内

に下記5つの研究チームを設置し、それぞれ設定研

究課題に対応した研究開発課題を推進する。 
（ア）印刷エレクトロニクスデバイスチーム 

（イ）表示機能デバイスチーム 

（ウ）先進機能表面プロセスチーム 

（エ）機能発現プロセスチーム 

（オ）フレキシブル有機半導体チーム 

 特に、本研究センターの研究開発技術は、産業界
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の技術開発と密接に関係していることから、関連す

る多業種の企業群からなる技術研究組合を構成し、

その中で企業と一体的な技術開発をすることで、技

術の円滑な産業普及と推進を図っていく。現在、次

世代プリンテッドエレクトロニクス技術研究組合

（JAPERA）および次世代化学材料評価技術研究組

合（CEREBA）の二つの技術研究組合を構成し、

それぞれ印刷技術に基づくフレキシブルデバイスの

製造技術、デバイス用化学材料の評価技術の開発推

進を行っている。さらに、産業界との情報交換の場

としての産総研コンソーシアム「次世代プリンテッ

ドエレクトロニクスコンソーシアム」を設置し、当

該関連分野の最新の産業動向を反映させた技術開発

の推進を図っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 
経済産業省 
［平成24年度戦略的基盤技術高度化支援事業］ 

「スーパーインクジェットを用いたソーワイヤーへの砥

粒配置技術の開発」 
［平成24年度国際標準開発事業］ 

「プリンテッドエレクトロニクスに関する国際標準

化）」 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 
［NEDO 委託］ 
「次世代大型有機 EL ディスプレイ基盤技術の開発（グ

リーン IT プロジェクト）」 
「太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次

世代高性能技術の開発／極限シリコン結晶太陽電池の研

究開発（銅ぺーストの研究開発）」 
「太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発電システム次

世代高性能技術の開発／銅ペースト量産化技術と試験・

評価方法に関する研究開発」 
［NEDO 助成金］ 
「フレキシブル実装のための金属インク直描パターン非

熱的焼結技術の開発」 
「ピコリットル微小液滴反応場を利用した低分子系有機

薄膜デバイスプロセスの開発」 
 
独立行政法人日本学術振興会（JSPS） 
「電界誘起電子スピン共鳴法による有機トランジスタ界

面トラップ準位の微視的起源の同定」 
「最先端研究開発支援プログラム「強相関量子科学」 
担当サブテーマ名『モットロニクス基礎』」 
「電荷移動励起子を用いた光電変換機能の開発」 
「Current－Atomic Force Microscopy （C－AFM） 
Measurements of Photoirradiated π－ Conjugated 
Microwires」 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 
「プリンテッドエレクトロニクスのための強誘電／誘電

技術の開発」 
「新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷プロセスによ

る AM-TFT を基盤とするフレキシブルディスプレイの

開発」 
「有機強誘電体の新材料開発、薄膜プロセス技術の開発

及び結晶構造の解明」 
 

発 表：誌上発表53件、口頭発表153件、その他42件 

--------------------------------------------------------------------------- 
フレキシブル有機半導体チーム 

(Flexible Organic Semiconductor Team) 
研究チーム長：堀内 佐智雄 

（つくば中央第4） 
概 要： 
・目的：フレキシブルエレクトロニクスによるグリー

ンイノベーションを目指し、有機半導体・導電体・

強誘電体などの電子機能性材料を印刷プロセスに適

用するための材料基盤技術を開発する。特に、プロ

セス適合性をもつ高性能な電子機能性材料の開発、

材料の特質に立脚した革新的印刷プロセスの開発、

高性能化に必要不可欠となる高度な微視的材料評価

技術の開発を推進する。 
・意義、当該分野での位置づけ：物性物理学・物性化

学・電子工学を基盤とする先端的知見を活用しなが

ら、新規材料・新機能開拓と、印刷プロセスの革新、

微視的評価技術の開発に取り組み、主に学術雑誌を

通した成果発信により情報通信・エレクトロニク

ス・材料分野に貢献する。 
・国際的な研究レベル：有機ポリマー半導体層の簡易

製膜パターニングが可能なプッシュコート印刷法を

世界に先駆けて開発、有機強誘電体では常温・常圧

で巨大分極を有する材料群を世界に先駆けて開発、

電界誘起電子スピン共鳴法や変調分光法を用いた有

機トランジスタのキャリア輸送の研究で世界のトッ

プを走るなど。 
研究テーマ： テーマ題目１ 
 
先進機能表面プロセスチーム 

（Advanced Surface Processing Team） 
研究チーム長：牛島 洋史 

（つくば中央第5） 

概 要： 
 薄膜トランジスタやセンサなどを印刷によって作製

するために必要になるプロセス、材料、評価の各要素

技術開発をおこなっている。特にマイクロコンタクト

プリント法による超高精細印刷技術については製版か

ら印刷装置の試作、更に精細なパターニング技術を開

発するためにプローブ顕微鏡の技術を応用した極微細
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パターニング技術と表面の評価技術に関する基盤的な

研究、トランジスタやセンサの機能を向上させるため

の表面処理技術などについて研究を進め、プリンテッ

ドエレクトロニクスの実現を目指している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
 
機能発現プロセスチーム 

（Functionalizing Process Team） 
研究チーム長：鎌田 俊英 

（つくば中央第5） 
概 要： 
 フレキシブルエレクトロニクスの実用化には、材料

の精密な配置技術と、材料の持つ機能をフルに引き出

す技術を、相互作用しながら同時に進めていく必要が

ある。機能発現プロセスチームでは、従来の1/1000以

下の微少液滴吐出が可能なスーパーインクジェットに

代表される、非接触・無版印刷技術と、酸素分圧が10

のマイナス30乗以下の極低酸素雰囲気を作ることがで

きる酸素ポンプ技術を用いて、材料本来の機能を発現

させるプロセスを開発している。 

 具体的には、スーパーインクジェットと金属ナノ粒

子を用いたサブミクロンのマスクレス配線パターン形

成や、銅ナノ粒子インクに関して酸素ポンプ技術を用

いた還元焼成による低抵抗銅配線作成などの研究を行

っている。 
研究テーマ：テーマ題目３ 
 
印刷エレクトロニクスデバイスチーム 

（Printed Electronics Device Team） 
研究チーム長：高田 徳幸 

（つくば中央第5） 
概 要： 
・目的：情報入出力機器の軽量化・フレキシブル化及

びグリーン・イノベーションに貢献するフレキシブ

ル印刷デバイスの創製技術の開発に向け、印刷プロ

セス要素技術の開発、フレキシブル情報入力デバイ

スの開発、デバイス・プロセス・材料に基づく評価

基盤技術の開発を推進する。これらを通して、高信

頼ヒューマンインターフェース情報端末機器の普及

を目指す。 
・手段：大型プロジェクト、技術研究組合との連携、

企業・大学との共同研究等における研究開発を積極

的に推進するとともに、社会のニーズや新規研究テ

ーマの発掘に努める。またフレキシブルエレクトロ

ニクス開発に必要な要素技術の高度化・集積化を図

るため、分野横断的な連携を推奨する。 
・方法論：国際的に注目を集める当研究チームの開発

技術である高品質な銅配線低温焼成形成技術の開発

や新規低温焼成技術としてマイクロ波焼成技術に着

手する。また強誘電性生体高分子を用いた全印刷大

型圧力センサーアレイの開発や有機エレクトロニク

ス材料・デバイスに適用可能な性能評価・劣化解析

技術の開発を推進する。 
研究テーマ：テーマ題目４ 
 
表示機能デバイスチーム 

（Functional Display Device Team） 
研究チーム長：星野 聰 

（つくば中央第4、第5） 
概 要： 
・研究目的：ディスプレイをはじめとする情報端末の

ユーザビリティの向上や低消費電力化、また非連続

的なイノベーション創出に資する部素材、デバイス、

及びそのプロセス技術やアセンブリー技術の基盤的

な研究開発を行い、高度情報ネットワーク社会の実

現と進展、我が国の情報通信・エレクトロニクス関

連産業の持続的な発展に貢献することを目的とする。 
・研究手段：ディスプレイの低消費電力化と高生産性

を両立させる製造技術の基盤開発、およびプロセス

ダメージ評価技術の研究開発、機器・端末のユーザ

ビリティを向上させる要素技術となるフレキシブル、

プリンタブル電子デバイス技術基盤として、印刷プ

ロセスでも高特性を示す有機半導体材料・半導体微

粒子の材料・インキ化技術の開発、多様な形状の物

体等への適応性、耐衝撃性を向上させるフレキシブ

ル部素材・プロセス技術の開発を行う。 
・方法論： 
1) 極低ダメージスパッタプロセスの開発を通して、

次世代低消費電力有機ELディスプレイの複合透明

カソードの形成技術を確立、2) 印刷製造高移動度

薄膜トランジスタアレイ実現するため、酸化物半導

体の微粒子精密製造技術、半導体インキ化のための

分散技術、3) 情報端末のユーザビリティ向上のた

め、高エネルギー変換効率を示フィルム状のフレキ

シブル熱電変換素子の実現に向けた部素材、デバイ

ス設計技術の研究開発を進める。 
研究テーマ：テーマ題目５ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］フレキシブル有機半導体に関する研究 

［研究代表者］堀内 佐智雄（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 
［研究担当者］堀内 佐智雄、長谷川 達生、 

山田 寿一、所 和彦、峯廻 洋美、 
堤 潤也、松井 弘之 他 
（常勤職員7名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 フレキシブルエレクトロニクスによるグリーンイノベ

ーションを目指し、有機半導体・導電体・強誘電体など

の電子機能性材料を印刷プロセスに適用するための材料

基盤技術開発を行う。プロセス適合性をもつ高性能な電
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子機能性材料の開発、材料の特質に立脚した革新的印刷

プロセスの開発、高性能化に必要不可欠となる高度な微

視的材料評価技術の開発を推進する。平成24年度には、

次の成果を得た。プロセス適合性を目指す材料開発では、

化学的安定性や溶解性を向上させつつ高い分極性能を発

揮できる低分子強誘電体、イミダゾール化合物を創出で

きた。また有機半導体の光電変換機能開発として、ドナ

ー・アクセプター（DA）型ポリマーに焦点を当て、電

荷移動励起と中性主鎖励起の二種類の光励起に伴う電荷

分離効率の相違とその起源を明らかにすることに成功し

た。革新的印刷プロセスとして、有機ポリマー半導体を

溶かした微量の溶液を3層構造シリコーンゴムスタンプ

で圧着し、溶液を高撥水基板表面全体に均一に濡れ広げ

ることによって製膜する新技術「プッシュコート製膜

法」の開発に成功した。印刷法により電子回路配線や半

導体薄膜を製造するための基本技術として、親水／撥水

パターン上に着滴後の液滴の平衡形状を高速・高精度に

予測するための新しい計算アルゴリズムを考案し、これ

にもとづくシミュレーションソフトウエアを開発した。

微視的材料評価技術の開発では、有機トランジスタにお

けるキャリアの電子状態を分析する電荷変調分光法が、

ゲート絶縁膜の誘電率の違いによって界面電子状態の変

化を捉える有効な手段であることを明らかにした。また、

ポリマー薄膜トランジスタの素子特性最適化・安定性向

上においては、有機薄膜の浅いトラップ状態の起源とし

て、有機高分子ゲート絶縁体材料内の極性基のランダム

分布による効果についてモデル解析を行い、これが浅い

トラップ密度分布を形成する原因になることを明らかに

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機半導体、有機デバイス、プリンテッ

ドエレクトロニクス、材料評価技術 

 
［テーマ題目２］先進機能表面プロセスに関する研究 

［研究代表者］牛島 洋史 
（先進機能表面プロセスチーム） 

［研究担当者］牛島 洋史、安部 浩司、山本 典孝 

福田 伸子、野村 健一、尾上 美紀 

日下 靖之、粕谷 陽子、藤田 真理子 

岩瀬 典子、忽那 志満子、真中 潤 

小倉 晋太郎（常勤職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 プリンテッドエレクトロニクスおよびフレキシブルエ

レクトロニクス実現のため、印刷技術による高精細なパ

ターニングや、更に微細なパターニングを可能にする技

術、パターニングをおこなう際に刷版や被印刷物表面に

施す修飾や改質処理技術、表面の形状や物理化学的性質

を評価する技術の確立を目指している。高精細パターニ

ング技術としてのマイクロコンタクトプリント技術やス

クリーンオフセット印刷と、極微細パターニング技術と

してのペンタイプリソグラフィを中心にデバイス作製プ

ロセスの開発をおこない、コロイド化学や表面化学的手

法と走査型プローブ顕微鏡の技術を統合した表面分析技

術による評価法の開発も進めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］マイクロコンタクトプリント、ペンタイ

プリソグラフィ、走査型プローブ顕微鏡、

印刷技術、コロイド化学、表面化学、プ

リンテッドエレクトロニクス 

 
［テーマ題目３］機能発現プロセスに関する研究 

［研究代表者］白川 直樹（機能発現プロセスチーム） 
［研究担当者］白川 直樹、宮川 俊彦、中島 典行 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 昨年度に引き続き、酸素分圧が10のマイナス30乗以下

の極低酸素雰囲気を作ることができる酸素ポンプと、従

来の1/1000以下の微少液滴が吐出可能なスーパーインク

ジェットプリンターを用いて、エポキシ基板上に銅配線

をマスクレスで作成する研究を行なった。一桁µm 台の

微細なライン＆スペースを持つ CPU パッケージ基板を、

オンデマンドで作成することを目標としている。微細パ

ターン描画のためにスーパーインクジェット技術を用い

る。アスペクト比1:1が要求されているので5µm 程度の

厚みが必要であるが、プロセスの改良により達成された。

基板への密着力は、基板材料とプロセスの改良により大

幅に向上した。また、配線材料としてマイグレーション

耐性の高い銅を使うことが条件になっているが、銅イン

クは空気中焼成では導電性が出ないので、還元雰囲気で

の焼成が必須である。そこに酸素ポンプによる極低酸素

雰囲気を適用するのが、本研究のもう一つの大きな特徴

である。今年度は焼結処理にプラズマを援用することで

処理時間の大幅な短縮に成功した。 

 一方、新たに、スーパーインクジェットを用いて、

SiC 等の高硬度材の切削に用いられるソーワイヤへのダ

イアモンド砥粒配置技術を高度化する課題に取り組んだ。

この改良により、切削能力の向上および切削コストの削

減を実現するのが目的である。今年度はマルチヘッド化

による砥粒の配置密度向上と、砥粒固定用インクの改良

による定着率の向上を達成した。 

 また、スーパーインクジェット技術をさらに磨く研究

開発として、スループット向上策であるマルチノズルプ

レートの改良を引き続き進め、凹凸のある基板への対応

力を高めるための改良を行なった。局所クリーン化のた

めの基盤整備も行なった。非接触印刷技術の更なる広が

りを目指した研究も開始している。 

 昨年度開始したフィンランド VTT との共同研究では、

同研究所が開発した Write Once Read Many メモリー

に関して、フューズモードと呼ばれる、新たな動作原理
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によるメモリーの実証を行なった。スーパーインクジェ

ットによる線の微細さを活かした応用である。動作電圧

が下がったことで、電池による動作が可能となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スーパーインクジェット技術、極低酸素

技術、非接触印刷技術、無版印刷技術 

 
［テーマ題目４］有機エレクトロニクスデバイスに関す

る研究 

［研究代表者］高田 徳幸（印刷エレクトロニクスデバ

イスチーム） 
［研究担当者］吉田 学、徳久 英雄、植村 聖、 

高田 徳幸（常勤職員4名、他21名） 

［研 究 内 容］ 
1） 印刷プロセス要素技術に関する研究開発 

 印刷プロセスにより形成した配線（回路）・バリア

膜（保護膜）・半導体膜を実装したフレキシブルデバ

イスの高度普及を目指し、低温・高速・高生産性印刷

製造技術の開発を行う。 
 平成24年度は、 
・結晶シリコン太陽電池の低コスト化のために電極材

料の銀に代わる代替材料として銅ペーストの開発を

行った。ITO 基板上で接触抵抗率0.53mΩcm2を達

成した。また85℃・85%環境下で、750時間曝露し

た後のシリコン基板上の銅配線において、酸化抑制

効果があることを実証した。さらに高アスペクト比

を有する電極構造の作製に成功し、太陽電池セル上

に線幅約80µm のラインが形成可能であることを確

認した。 

・100℃の焼成温度でフレキシブル基板上に1014Ωcm
以上の高抵抗率を示す SiO2絶縁膜を作製する技術

の開発に成功した。 

・酸化物半導体の高速、低温プロセスとしてマイクロ

波焼成技術を開発した。本プロセスで成膜した酸化

物半導体におけるトランジスタ特性を確認した。 

2） フレキシブル情報入力デバイス創製技術の開発 

 高感度・高精度・高信頼な大面積・全印刷型情報入

力デバイスの創製技術の開発を行う。電子デバイスを

構成する半導体材料や電極などの塗布形成技術と組み

合わせることにより、高性能なメモリ素子を低コスト

で大量生産する全印刷製造プロセスの実現を目指す。 
 平成24年度は、 
・世界で初めてフレキシブル基板上に全印刷プロセス

で圧力センサーアレイを作製する技術を開発し、

80cm 角のサイズの試作を行い、その動作のデモン

ストレーションに成功した。 

・耐熱温度が高く、メモリ保持特性の高いポリアミノ

酸強誘電材料の開発に成功した。 

3） デバイス・プロセス・材料用評価基盤技術の開発 

 フレキシブルデバイス性能評価、製造プロセスや材

料用の標準評価技術の開発を行う。本研究では配線・

デバイス性能を高精度に評価解析する計測技術を開発

する。 
 平成24年度は、 
・和周波分光技術（SFG）を用いて 駆動中の有機

EL 素子内部の情報を分子振動スペクトルにより非

破壊で評価する技術の開発に初めて成功した。  

・サーモリフレクタンス（TR）技術を用いて、電圧

パルス印加の際に生じる素子内部の温度上昇を評価

する過渡 TR 技術の開発に成功した。  

・有機材料（ポリマー材料を含む）の酸化劣化初期過

程を評価解析するための化学発光スペクトル評価技

術の開発に成功した。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 

環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、印刷金

属配線、銅ペースト、太陽電池、印刷メ

モリ、圧力センサー、RFID タグ、有機

エレクトロニクス、評価解析技術 

 
［テーマ題目５］表示機能デバイスに関する研究 

［研究代表者］星野 聰（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］星野 聰、小笹 健仁、末森 浩司、 

臼杵 順二、茨木 伸樹、奈幡 明子、 

冨山 加代、山本 龍登 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
 高度情報ネットワーク社会の実現と進展、我が国の情

報通信・エレクトロニクス関連産業の持続的な発展に貢

献することを目的とし、ディスプレイをはじめとする情

報端末のユーザビリティの向上や低消費電力化、また非

連続的なイノベーション創出に資する部素材、デバイス、

及びそのプロセス技術やアセンブリー技術の基盤的な研

究開発を推進した。平成24年度は有機 EL フルカラーデ

ィスプレイの低消費電力化と広い色度域を実現する「ト

ップエミッション方式」に不可欠な透明複合カソードの

開発に関して、透明酸化物導電体スパッタ薄膜形成時に

有機層に与えるダメージ要因の解析と低ダメージスパッ

タ条件の探索を行い、金属極薄膜を加熱抵抗線によって

真空蒸着させただけの従来法のカソード形成と同等性能

を担保する酸化物透明電極を有機層上に形成可能にする

ダメージレススパッタ技術の開発に成功した。また、デ

ィスプレイ・関連デバイスの製造に対して、高移動度、

高導電性、高可視光透過性、高発色性などディスプレイ

の高機能化、高付加価値化を塗布・印刷技術をベースと

して実現するために、薄膜強制式マイクロリアクター技

術を利用し、粒径サイズ・分散制御性に優れる機能性微

粒子の製造基盤技術、塗布、印刷プロセス適用に繋がる
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部材化技術の開発を推進し、アクティブマトリックスデ

ィスプレイのバックプレーン薄膜トランジスタ（TFT）
の半導体材料や透明導電膜としての応用が期待される酸

化亜鉛系半導体の狭分散性半導体微粒子の形成条件の探

索、塗布型半導体材料化（溶媒分散技術）、TFT 動作実

証と半導体特性評価を昨年度と同様に進めた。さらに、

ディスプレイをはじめとする情報通信端末や入出力機器

のユーザビリティにイノベーションをもたらす要素技術

開発では、エネルギーハーベスティング素子として情報

通信分野や環境エネルギー分野でユーザビリティの更な

る向上が要求されている熱電変換素子に対して、形状・

形態面、導入普及の面でイノベーションをもたらすこた

め、素子作製に印刷プロセスが適用可能で大面積化や大

量生産が容易に行える、またフレキシブルなフィルム状

の素子が作製でき、設置場所の形状に対する追従性や省

スペース性を大きく改善できる、さらに原材料や部材に

レアアースを必要としないことで、希少資源による普及

の制約を受けないなど優れた特徴を有する、カーボンナ

ノチューブを高分子中に特異分散させフレキシブル熱電

変換材料、インキ材料の開発、それを用いたフレキシブ

ル熱電変換フィルム素子の開発と熱電変換実証、高性能

化を推進した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］有機 EL ディスプレイ、プリンテッドエ

レクトロニクス、フレキシブルデバイス、

低消費電力化 

 
⑦【知能システム研究部門】 

（Intelligent Systems Research Institute） 
存続期間：2001.4.1～ 

 
研 究部門長：比留川 博久 

副研究部門長：横井 一仁、大場 光太郎 

首 席研究員：橋田 浩一 

研 究 主 幹：河井 良浩 

 

所在地：つくば中央第2、つくば東 

人 員：73名（73名） 

経 費：815,016千円（444,501千円） 

 

概 要： 

１．ユニットの理念・目的 

 人間の行動を支援あるいは代行する、知能情報処

理・ロボティクスに関わる技術を知能システム技術

と位置づけ、その基礎原理、要素技術、システム化

技術の研究開発を行い、成果を社会に普及させる努

力を通じ、持続的発展可能な社会実現・産業競争力

強化に貢献すること。 

２．ユニットの研究の方向性 

 「出口を見据えた基礎研究の推進」を基本運営方

針とし、アウトカムの社会的有用性の精査を前提と

して、中長期的基礎研究を推進する。 

 ロボットの安全性評価技術、高信頼ロボットソフ

トウェア開発技術をユニットの2つの基幹技術とし

て主として大型外部資金で実施する。市街地移動シ

ステム技術の開発を3つ目の基幹技術とすべく、外

部資金での研究を開始する。この他、先端的技術開

発として、製造業の省力化・高効率化のための産業

用ロボット知能化技術、QOL 向上のための生活支

援ロボット基盤技術、サービス産業のためのロボッ

ト自律移動技術、新サービス創出のためのヒューマ

ノイド基盤技術の研究開発に取り組む。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金：  

イノベーション推進本部予算（裁量） 

「RT ミドルウェアの動的なコンポーネント配置・設定

（DDC4RTC）の標準化」 

重点研究加速予算（戦略予算） 

「災害対応ロボットシステム開発」 

融合・連携推進予算（戦略予算） 

「エネルギー・生活支援情報の解析技術（絆プロジェク

ト）」 

 

外部資金： 

経済産業省 

平成24年度産業技術実用化開発事業費補助金（組込みシ

ステム基盤開発事業） 

「機能安全に対応した機器制御システムの開発」 

 

経済産業省 

戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン） 

「形式的仕様記述を用いた高信頼ソフトウェア開発プロ

セスの研究とツール開発」 

「産業用移動機械向けに低価格で実現する高精度マシン

制御システムの開発」 

「3次元画像認識による自動錠剤識別機と錠剤識別技術

の開発」 

「故障未然防衛機能を有した高信頼ソフトウェアプラッ

トフォームの開発」 

「形式手法を活用した組込みセキュリティ技術の確立と

安全・安心な CPS 社会を支える無線通信ミドルウェア

の開発」 

「ネットワーク連携が進む次世代自動車・サービスロボ

ット等の利用者安全を保証するセキュリティ基盤ソフト

ウェアの研究開発」 

 

厚生労働省 

障害者自立支援機器等開発促進事業 

「片流れ検知・軽減走行技術を用いた安全で使い勝手の

良い電動車いす」 
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総務省 

戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE） 

「4次元メディアシステムの研究開発」 

 

文部科学省 

新学術領域研究 

「人ロボット共生学総括班」 

「人とかかわる共生型ロボットのためのロボットの適応

的要素行動」 

「胎児・新生児シミュレーションに基づく初期発達原理

とその障害の解明」 

「超高速微細操作技術を用いた3次元細胞システム構

築」 

 

消防庁 

消防防災科学技術研究推進制度 

「消防防災用無人ヘリコプタの高精度飛行制御技術の研

究開発 」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラムフ

ィージビリティスタディステージ探索タイプ 

「レンチキュラーレンズを用いた高精度な姿勢検出が可

能な視覚マーカの開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業 戦略的イノベーション創出推進プロ

グラム 

「高齢者の記憶と認知機能低下に対する生活支援ロボッ

トシステムの開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業（研究成果最適展開支援プログラム

（A-STEP）） 

「大規模観測対象のためのワンショット形状計測法の研

究開発」 

「自然言語処理とオントロジーに基づく自由テキスト入

力支援の医療文書への応用」 

「高次局所自己相関を用いた掘削音からの地質・地層変

化検知」 

「誤嚥性肺炎予防のための誤嚥リスク自動評価装置の研

究開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

研究成果展開事業（先端計測分析技術・機器開発プログ

ラム） 

「先端計測分析機器用共通ソフトウェアプラットフォー

ムの開発」 

 

独立行政法人 科学技術振興機構 

戦略的創造研究推進事業（CREST） 

「パラサイトヒューマン装着者の行動モデル獲得ならび

にパラサイトヒューマン装着者による人の誘導に関する

研究」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

IT 融合による新社会システムの開発・実証プロジェク

ト 

「パーソナルモビリティのスマートシェアリングシステ

ムに関する研究開発」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

エネルギーITS 推進事業 

「協調走行（自動運転）に向けた研究開発」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

生活支援ロボット実用化プロジェクト 

「生活支援ロボットの安全性検証手法の研究開発」 

 

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

産業技術研究助成事業（若手研究グラント） 

「微弱電磁波による異常状態判定システムの開発と応

用」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（A） 

「知能化センサネットワークによる障害・高齢者の健康

リスク管理技術の開発」 

「柔軟物連続操作のための視覚認識とアクションの双方

向連動に関する研究」 

「身体運動・感覚経験の蓄積に基づく動作理解機能の構

成論」 

「プログラム可能な紐結びシステムに関する研究」 

「視聴覚を利用した見まね学習によるアクティブな動的

動作生成に関する研究」 

「確率関係モデルによる医療臨床データの高度活用に関

する研究」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（B） 

「非周期歩容および物体操作を同時に実現する、多点接

触を伴う全身運動の計画」 

「モノアイの研究」 

「実践の物語化による病院看護サービスの熟達を支える

オントロジー駆動分析エンジン」 

「スマートモビリティと環境固定センサ群の相互支援に

よる走行時リスク検出法の開発」 

「音響的状況認識に基づく高齢者見守り技術の研究開

発」 

「対象物の柔軟性を考慮した組立作業計画」 
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独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金 基盤研究（C） 

「ベッド上空間スイッチによるロボットの作業指示」 

「直観的理解の容易さと合理的根拠を兼ね備えた医療の

質評価内容の表現法および計算法」 

「把握技能における指の協調関係と機能の解明」 

「作業プログラムの機能的構造を用いた自動チューニン

グに関する研究」 

「他動運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼす効果に関す

る研究」 

「無人ヘリコプタによる3次元視覚観測システムの研

究」 

「ダイナミックインバージョン制御を用いた重力制御姿

勢安定化飛行体の研究」 

「グラフオートマトン上の自己組織的な振動生成と構造

遷移」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

科学研究費補助金 若手研究（B） 

「半構造化環境を利用したロボットの自律的環境モデル

構築とタスクプランニング」 

「ユーザビリティと高性能を両立するクラウド型リアル

タイム画像解析処理ミドルウェア」 

「テンソル表現に基づくパターン識別法に関する研究」 

「マイクロブログにおける情報伝播と群集誘導」 

「ナビゲーションシステムのための複数全方位画像列を

用いた仮想視点画像生成」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

挑戦的萌芽研究 

「コンピューターウィルスの進化を分析する手法の研

究」 

 

独立行政法人 日本学術振興会 

特別研究員奨励費 

「ヒューマノイドによる支援機器評価のための人間動作

模擬と再現」 

 

公益財団法人 立石科学技術振興財団 

平成24年度研究助成（A） 

「デザイン性と作業性を両立した対向3指を備えた作業

用電動義手の開発」 

 

発 表：誌上発表173件、口頭発表339件、その他78件 

--------------------------------------------------------------------------- 
統合知能研究グループ 

（RT-Synthesis Research Group） 
研究グループ長：神徳 徹雄 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ロボットシステムに必要な知識を統合し、高信頼シ

ステムを構成するために、RT ミドルウエアを技術コ

アとした基盤アーキテクチャを設計し、開発支援ツー

ルを提供するとともに、その手法の体系化を目指して

いる。集合知や空間知能などのロボット技術（RT）
を蓄積してニーズに応じた柔軟なシステム構築を目指

すとともに、基盤技術をベースに住宅から街全体まで

考慮したスマートコミュニティ型 RT システムという

生活・産業支援を実現するプロトタイプシステムの開

発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

５、テーマ題目７ 

 

タスクビジョン研究グループ 

（Vision and Manipulation Research Group） 
研究グループ長：河井 良浩 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 3次元視覚情報処理、力覚・触覚情報処理、把持・

作業計画など、知能システムに要求される作業知能に

関する要素技術の高度化を中心に、ロボット作業の体

系化を図り、様々なニーズに応えうるロボット技術の

確立を目指した研究開発を行っている。具体的には、

人間の作業・活動を支援または代行するシステムとし

て、産業用ロボットや生活支援ロボットでの応用を目

的に、環境や対象物の3次元計測・認識技術、把持計

画・動作計画技術、触覚センサ技術、センシング・制

御戦略を実装した作業・動作プリミティブに基づく知

的マニピュレーション技術等の研究開発とともに、新

たな取り組みとしてセンシング技術と作業技術の密な

融合による高精度な作業知能技術の確立を目指してい

る。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６ 

 

ヒューマノイド研究グループ 

（Humanoid Research Group） 
研究グループ長：横井 一仁 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 少子高齢化社会においても豊かな暮らしを実現する

には、労働力不足の解消が必要である。我々人間のた

めにデザインされている社会環境において、様々な仕

事を人とともに行うには、その形体も人間に近いヒュ

ーマノイドロボットが最も適している。 

 ヒューマノイド研究グループでは、ヒューマノイド

ロボットを用いた新たなサービスの創出を目指し、企

業と共同でヒューマノイドロボットを開発するととも

に、その移動機能、作業機能、動作教示・指示手法を

確立すべく研究開発を行っている。さらに、ヒューマ

ノイド研究開発用プラットフォームの提供や、ヒュー
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マノイドロボットを用いた、コンテンツ支援サービス、

アシスト機器評価サービスを試行するとともに、過酷

環境下で人の作業を代行できる災害対応ヒューマノイ

ドの実現に挑戦している。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目６、テーマ題目

７ 

 

サービスロボティクス研究グループ 

（Service Robotics Research Group） 
研究グループ長：松本 吉央 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 サービスロボティクス研究グループでは、家庭、病

院、高齢者施設、オフィス、サービス産業等、人と共

存する実環境において、人の活動を支援するロボット

の研究開発を行い、少子高齢化社会の課題解決に資す

る次世代ロボットの実現を目指している。役に立つ支

援のための要素技術を開発し、高信頼なシステム構築

を行うだけでなく、企業との連携や実証実験を通して、

実用化による社会への成果還元を目指している。具体

的には、生活支援アーム技術（操作インタフェース、

ベンチマーク開発）、移動作業技術（屋内ナビゲーシ

ョン、マニピュレーション、空間知能化）、コミュニ

ケーション支援技術（アンドロイド、医療・福祉応

用）、センシング技術（人との共存のための安全ビジ

ョン）等の要素技術に加え、生活支援の設計技術

（ICF によるニーズ把握、ベネフィット評価、コス

ト分析）に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

７ 

 

ディペンダブルシステム研究グループ 

（Dependable Systems Research Group） 
研究グループ長：大場 光太郎 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ディペンダブルシステム研究グループでは、次世代

ロボット普及のため、システムを高信頼かつ安全（デ

ィペンダブル）に構成するための技術についての体系

化を図っている。応用システムとしては、福祉システ

ム、車椅子、対人アーム、ディペンダブル・モビリテ

ィなどを想定し、高信頼、機能安全、リスクアセスメ

ント、ヒューマンファクターズ、Physical Human-
Robot Interaction（pHRI）、人間中心設計、安全認

証試験・国際規格などの技術課題についての研究、開

発、普及などを行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

７ 

 

フィールドロボティクス研究グループ 

（Field Robotics Research Group） 
研究グループ長：松本 治 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 人の移動を支援したり、人の代わりに自律的に移動

し作業する、いわゆる移動支援・移動作業型システム

は、少子高齢化社会において、移動手段の確保や重労

働・危険作業者の減少対策として、特に屋外環境への

適用が期待されている。 

 フィールドロボティクス研究グループでは、安心・

安全な屋外実環境移動支援・移動作業型システムの実

現を目指して、搭乗型・不整地走行型移動支援システ

ム（自律走行車いす等のパーソナルモビリティ、自律

走行ホイールローダー、移動検査ロボット、ITS、飛

行ロボット、自己組織化ロボット、フレキシブル・パ

ーソナル・ロボットなど）を対象に、環境認識技術、

ナビゲーショ ン技術、ヒューマンインターフェース

技術、移動体通信技術など、屋外環境で使えるシステ

ム 技術や要素技術に関する研究を推進している。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

社会知能研究グループ 

（Social Intelligence Research Group） 
研究グループ長：橋田 浩一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 サービスとは価値共創であり、それには関係者の間

でサービスの目的や関連情報を共有して互いに協力す

る必要があるが、情報の非対称性の大きなサービスや

価値の評価が難しいサービスの場合には、その協力が

不十分で、高い価値が生まれないことがしばしばある。 

 社会知能研究グループでは、サービスの関係者が価

値や関連情報を共有して協力する条件を整えることに

より社会的価値の増大をもたらす方法を研究している。

特に、サービスの受容者をエンパワーし、一般市民が

データに基づく仮説検証としての科学を日常的に実践

できるようにするため、個人主導のデータ共有、利用

者主導の業務・システム最適化、集合知に基づくデー

タの集約やセキュリティの担保などの技術に関する研

究を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

スマートコミュニケーション研究グループ 

（Smart Communication Research Group） 
研究グループ長：永見 武司 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 情報ネットワークは今や社会や家庭に深く浸透して

いるが、これによってもたらされるはずの豊かな生活

を真に実現するためには、生活環境や利用者の特性と
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情報システムとの不整合を解消し、さらなる技術開発

によって高度化し拡張することが必要である。 

 本研究グループでは、人と人、人とモノとのつなが

りが形成されるプロセスに着目してこれを分析し、情

報ネットワークとともに様々なセンサデバイスやメデ

ィア処理技術を駆使することによってより豊かな人間

本位のコミュニケーション環境を実現する研究開発を

行っている。 

 これまでに全方向ステレオカメラシステム

（SOS）によって安全性・操作性を高度に確保した

電動車いす、不明瞭な発話でも機器操作や移動を支援

する音声認識システム、異常行動や機器の動作異常を

映像や音によって検知する技術等の開発を行い、現在

は生活安全・生活支援のための見守り技術、高齢者の

ための対話型情報支援システム等の研究テーマに外部

機関等と連携して取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

AIST-CNRS ロボット工学連携研究体 

（CNRS-AIST JRL（Joint Robotics Laboratory）,  
UMI3218/CRT） 
連携研究体長：吉田 英一 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 AIST-CNRS ロボット工学連携研究体 CNRS-AIST 
JRL（Joint Robotics Laboratory）、UMI3218/CRT
は、フランス国立科学研究センター（CNRS）と産業

技術総合研究所により設立された国際共同研究組織で、

知能システム研究部門内に設置されている。ロボット

の自律性の高めるための研究を、ヒューマノイドロボ

ットを主要なプラットフォームに使用して両国からの

研究者の密な協力によって進めている。主な研究テー

マは、複雑な環境での作業や人間らしい動作の計画と

制御、視覚や触覚、脳神経信号などの感覚を統合した

インタフェースによる人間・ロボット協調システムな

どである。日本や EU のプロジェクトなどへの参加

により、国内外の研究機関とも積極的に共同研究を行

っている。 

 JRL は、CNRS では Unite Mixte Internationale
（UMI、国際混成研究所）として、産総研では連携

研究体（CRT）という正式な組織として位置づけら

れている。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６、テーマ題目

７ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］移動ロボットによる市街地多次元環境

構築・活用に関する研究 

［研究代表者］松本 治（フィールドロボティクス研究

グループ） 

［研究担当者］松本 治、橋本 尚久、阪野 貴彦、 

横塚 将志、富田 康治、神村 明哉、

堀内 英一、加藤 晋、佐藤 宏明、 

原 功、神徳 徹雄、谷川 民生、 

小島 一浩、安藤 慶昭、山口 渉、 

永見 武司、増田 健 

（常勤職員14名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会実現に貢献する都市計画の1つとして、中

心市街地での輸送（人および物）を自動車に過度に依存

しないコンパクトシティ構想が地方自治体を中心に提案

されており、関連施策としてロボット技術を搭載したパ

ーソナルモビリティの公道走行実験を可能とする「つく

ばモビリティロボット実験特区」が2011年6月から始ま

っている。本研究開発では、上記特区を活用して、当該

ロボット等の移動を支援する技術である広域多次元環境

構築・活用に関して、無線通信によるクラウドを活用し

たナビゲーションサービス等に関する研究開発を行って

いる。具体的には、移動ロボット等の移動体に3次元環

境情報取得用センサユニットを開発・搭載し、センサユ

ニットからクラウドへの情報送信により、クラウド上で

計算機負荷の高い3次元環境情報の合わせ込み等を行い、

屋内・外をカバーした高精度広域多次元環境を構築する。

それにより、構造情報提供のみならず、関連付加情報を

含む多次元環境情報提供等のサービスに寄与すると共に、

クラウドから各移動体への多次元環境情報の送信により、

ロボットナビゲーション等のサービスに貢献することを

目指している。 

 まず、市街地環境情報取得に関しては、レーザレンジ

ファインダ（LRF）を用いて、つくば市中心部の3次元

形状取得を行った。固定設置した LRF と移動ロボット

に搭載した LRF の2種類からデータ取得し、両手法と

画像ベースの手法を融合させることで、高効率化、高精

度化を図った。さらに、LRF データの冗長性やノイズ

を除き、配信に適したデータに変換するための統合処理

手法を開発した。クラウドと個別の移動体間で情報のや

りとりをするためのミドルウェア構築については、Web
インタフェースを活用したクラウド開発環境を整備し、

大規模データの柔軟な取り扱いを可能とするソフトウェ

アプロトタイプを開発した。ナビゲーションサービス等

の応用についての取り組みに関しては、人等の動的障害

物回避技術を高度化、さらに GPS 地図データを広域に

取得する技術を開発し、市街地内において環境地図ベー

スおよび GPS ベースの広域・長距離自律走行実験を実

施した。 

 以上のような取り組みにより、クラウド上へのつくば

市半径1km 以内の3次元環境構築、搭乗型移動ロボット

による構築エリア内の時速6km/h の市街地自律移動を

実現した。 

 さらに、3次元構造情報に付加する情報取得手段とし

て、小型センサユニットプロトタイプを開発した。また、
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これらの技術に関する実証的研究として、搭乗型移動ロ

ボットによる産総研・TX つくば駅間の出張時等の移動

支援サービスについて、つくば市等と協議の上、充電ス

テーション設置場所を決定し、予約システムや充電ステ

ーションなどの仕様決定を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パーソナルモビリティ、車いす、自律走

行、GPS、障害物回避、操作支援、無線

センサ 

 

［テーマ題目２］安全な個人データ利活用技術の研究 

［研究代表者］橋田 浩一（社会知能研究グループ） 

［研究担当者］橋田 浩一、平野 聡、森 彰、 

和泉 憲明、ピーター・ゲーツィ、 

江渡 浩一郎、永見 武司、佐藤 雄隆、

佐宗 晃、児島 宏明、佐土原 健、 

李 時旭、岩田 健司、小林 匠、 

泉田 大宗、板橋 秀一、大津 展之 

（常勤職員14名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 豊かな生活や福祉社会を実現するためのサービスを、

携帯機器や環境センサによる個人の行動や属性に関する

データを蓄積・流通・活用して実現する動きが加速して

いる。しかし、Google Street View やスマートフォン

アプリが物議を醸しているように、ユーザーも事業者も

安心して個人データを運用できる状況にはない。データ

を誰がどのように管理して流通させるのか、その際いか

にして個人のプライバシを守るのかが喫緊の課題である。 

 そこで、プライバシを担保しつつ個人データを蓄積し

流通させサービスに活用するためのプラットフォームの

実現を目指す。具体的には下記のような研究を行なう。 

●生活者の意識や法令の調査・分析によるプライバシ情

報の体系化を行い、それを含む生活オントロジーを

ICF の拡張として作成し、情報システムが出力する

データをこの生活オントロジーに基づき用途や利用範

囲等に応じて構造化し開示・流通を制御する技術を開

発する。 

●カメラやマイクなどのセンサと、個体や動線などを抽

出するパターン認識機能、これらとプライバシ情報を

制御する管理機能を統合した環境センサ（スマートセ

ンサ）を開発する。 

●生活オントロジーによって個人が自身のデータを構造

化し、個人用情報機器とクラウドでシームレスにかつ

プライバシを守りつつ蓄積・管理・活用するためのソ

フトウェア（PDS）を開発する。 

●以上を組み合わせて、住宅や施設でプライバシを適切

に保護しながら運用可能な見守りシステム、生活ニー

ズに関するマッチングシステム、放射能リスク管理サ

ービス等を実現するとともに、プライバシの分類を含

む生活オントロジーの標準化を図る。 

 平成24年度は、プライバシ情報の体系化については、

読み込むべき文書を絞り込むための自動文書分類の準備

作業として、27分野にわたる41のガイドラインを収集し、

テキストデータの分析に基づいて分類した。また、プラ

イバシ情報に関する1000件以上の判例を収集し、これら

を全文検索できるようにした。 

 スマートセンサについては音声・音響センサシステム

の体積を約4分の1にコンパクト化し、また高機能化によ

って複数の歩行音の動線を同時に検出できるようにした。

さらに、3次元の音源定位が可能な新型マイクアレイを

開発した。加えて、ワークフローシステム Lavatube を

低スペックのハードウェアでも実行できるように最適化

した。 

 PDS については、Android 用の PDS である PLR で

RDF を扱えるように設計を詳細化するとともに、PLR
に基づくサービスを事業化するためのベンチャー企業を

設立した。また、PLR に基づく分散 SNS の設計を進め

た。iOS 用の PDS である SLF においては、リアルタ

イムの同期、位置情報に基づくサーバの自動選択、およ

び複数サーバの同時接続の機能を実装した。 

 プライバシ情報の体系化、スマートセンマ、および

PDS を統合したサービスを実現するため、事業者が運

営する個人向けリポジトリのデータを個人が活用可能に

する仕組みの整備を進め、例題としてオムロン社の

WellnessLINK のデータを RDF に変換して PLR に格

納できるようにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］個人データ、プライバシ、パターン認識、

PDS、オントロジー 

 

［テーマ題目３］認証可能なロボットプロトタイプの開

発 

［研究代表者］大場 光太郎（ディペンダブルシステム

研究グループ） 

［研究担当者］本間 敬子、中坊 嘉宏、尾暮 拓也、

水口 大知、大場 光太郎、神徳 徹雄、

安藤 慶昭、原 功、関山 守、 

小島 一浩、谷川 民生、松本 吉央、

角 保志、佐川 立昌（常勤職員14名） 

［研 究 内 容］ 

目的 

 企業が生活支援ロボットを事業化するため、安全性評

価および認証機関の早期実現が急務である。同時に、企

業が認証可能な生活支援ロボットの開発を容易にするた

め、ソフトウェアの機能安全（IEC61508）認証可能か

つ高信頼なロボットソフトウェアシステム構築手法を確

立することが必須となる。また生活支援ロボット開発が

ベンチャーや中小企業であることを勘案し、ベンチャ

ー・中小企業が認証可能なロボットを作るための国際標

準化・認証を視野に入れた開発基盤（要素モジュールな
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ど）の開発を行う。 

手段 

 ロボットソフトウェアのリスクアセスメント、システ

ム設計、開発、評価を一貫して行うことのできる技術を

開発する。 

方法論 

 複数ロボット（電動車いすと双腕ロボット）をコンセ

プト検証とリスクアセスメントを通し再設計しながら、

汎用的なロボット SysML テンプレートモデルの構築し、

前年まで開発してきた「高信頼ソフトウェア開発ツール

チェーン」と「高信頼 RT ミドルウェア」を実装した認

証可能なロボットプロトタイピングを行うことで、ツー

ルチェーンとミドルウェアの評価・改良を行い、認証可

能要素モジュールを検討・実装する。さらには、生活支

援ロボットのプロトタイピングを行いながらその認証可

能プロセスの検証、さらには認証可能なビジョンセンサ

等の汎用的なロボット要素の検証手法を開発する。 

年度進捗 

 高信頼試験車両の SysML テンプレートモデルを公開

し高信頼ソフトウェア開発ツールチェーンを用いた実装

を実証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］ロボット、ソフトウェア、認証可能 

 

［テーマ題目４］ロボットの作業知能基盤技術に関する

研究 

［研究代表者］河井 良浩（タスクビジョン研究グルー

プ） 

［研究担当者］吉田 英一、中村 晃、音田 弘、 

山野辺 夏樹、永田 和之、原田 研介、

河井 良浩（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 製造業の国内空洞化を防ぐためには、製造工程におい

て IT を活用して製造プロセスの省力化を進め、生産性

向上を図る必要がある。現在、産業用ロボット市場成長

は頭打ち状態だが、ロボット化が困難な製造プロセスを

着実に自動化していくことで、市場を拡大できる余地は

大きい。本研究では、ロボット化が困難な製造工程とし

てセル生産における弾性変形を伴うパーツの組立問題を

取り上げ、ティーチングを効率化して人による作りこみ

の手間を省くことを目的としている。今年度は作業戦略

の立案を一部自動化し、教示と合わせてロボットへ適用

し、その有効性を検証した。 

 シミュレーションに基づく動作計画・作業戦略として、

弾性変形を伴うパーツの嵌め合いにおいて、シミュレー

タ上で動作計画を行うことで接触状態の系列を導出して

作業戦略を確立した。ロボット把持条件と変形最小化を

考慮した作業戦略を有限要素法によるシミュレーション

を援用して変形を伴う嵌め合い動作時の接触系列として

導出し、2次元物体で検証した。 

 作業のモデル化と作業実行条件の確立として、双腕ロ

ボットのバイラテラル制御によるパーツの嵌め合いの教

示実演データを収集するとともに、作業のキーとなる接

触状態の抽出と分類を解析するツールを開発した。これ

により、嵌め合い作業実行のための支点決めと最後の嵌

めこみ時の動作が作業結果に大きく影響することを明ら

かにし、作業戦略をロボットに適用する際に必要な力の

絶対値等の作業実行条件を導出した。 

 シミュレーションと実験による検証として、パーツの

配置に誤差が存在しても嵌め合いが成功することを検証

するため、組み立ての際の力センサデータを計測し、そ

のデータからアクションを推定するアルゴリズムを構築

した。複数の力制御則を切り替えて用いることで、弾性

変形を伴うパーツの嵌め合いをシミュレーションと実機

のロボットで実現し、パーツに水平方向に1mm 程度の

位置誤差があっても成功することを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ティーチング、シミュレーション、弾性

変形物体、嵌め合い動作、作業・動作計

画 

 

［テーマ題目５］生活支援ロボットのコスト・ベネフィ

ット分析に関する研究 

［研究代表者］松本 吉央（サービスロボティクス研究

グループ） 

［研究担当者］松本 吉央、大山 英明、脇田 優仁、

尹 祐根、金 奉根、阪口 健、 

田中 秀幸、吉川 雅博、谷川 民生、

梶谷 勇、鍛冶 良作、本間 敬子、 

麻生 英樹（常勤職員12名、他1名） 

 

［研 究 内 容］ 

 高齢化人口の増大や、少子化に伴う労働人口の減少に

伴い、高齢者の支援・介護分野における人手不足が顕著

になっており、ロボット技術による QOL 向上のための

自立活動の支援や、介護・介助サービスの省力化への期

待が高まっている。しかし、生活支援ロボットは全く普

及できていないのが現状である。その理由は、コストが

増える、危ない、役に立たない、という3つに集約され

る。このうち危ないという点に関しては、NEDO 生活

支援ロボット実用化プロジェクトにおいて研究が進んで

いる。コストに関しては、ロボットの価格が高いという

問題もあるが、それに加えて実際の導入にかかるコスト

が見えにくいという問題も大きい。また、役に立たない

点に関しては、ロボット開発者による適用分野の業務理

解が不足していること、ロボット単体ではソリューショ

ンにはならないこと、また実証実験を通したエビデンス

の蓄積が不足していること、が挙げられる。このような

理由から、国内では介護施設における介護リフトの普及

率ですら8%程度にとどまっており、生活支援ロボット
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の普及の手前で止まっているという現状である。 

 本研究課題では、このような状況において生活支援ロ

ボットの普及促進を実現するため、生活支援ロボットの

コスト・ベネフィットを分析することを課題として研究

を行った。目標とするのは、介護者の負担を軽くし労働

環境を改善する、高齢者の自立生活を長くし要介護度を

上げない、介護総コストを維持・抑制する、という高齢

化社会における相反する課題の解決である。そのための

方法として、本研究課題では、１．生活・業務分析に基

づくシステム設計、２．ロボット導入によるコスト・ベ

ネフィットの明確化、３．実証試験によるエビデンスの

蓄積、４．社会制度の調査、を行った。 

 １．生活・業務分析に基づくシステム設計に関しては、

まず高齢者・障害者支援施設の介護業務における課題と

改善事例についての情報を集め、分析を行った。改善事

例としては、個人裁量で可能な工夫に偏っており施設全

体としての導入コストは大きいこと、介護作業には連続

性が大きく（例えば排泄には食事や移動が関係する）、

施設業務をより詳細に調査する必要があることが分かっ

た。介護業務については、さらなる調査が必要である。

２．ロボット導入によるコスト・ベネフィットの明確化

については、コミュニケーション支援ロボット等を介護

施設・病院にて試用してもらい、導入にかかったコスト

（環境の整備、職員の教育など）や得られたベネフィッ

トに関する情報の記録を始めた。また、生活支援ロボッ

トのベネフィットを登録するためのサイトを利用して生

活支援ロボット・支援機器の情報を100件程度集め、

ICF に基づくキーワードにより検索可能とした。３．

実証試験によるエビデンスの蓄積に関しては、歩行アシ

ストロボットを病院において数か月間利用してもらい、

そのデータの蓄積を行っている。また筑波大学ヘルスサ

ービスリサーチ分野との協力関係を開始し、介護レセプ

トの分析による介護ロボット導入効果の検証の可能性に

ついて検討をはじめた。４．社会制度の調査については、

オランダにおける生活支援ロボットの普及状況（アーム

ロボットの実ユーザへの生活調査、ヒアリング）、およ

び生活支援ロボット給付に関する社会制度の調査を行っ

た。また、オーストラリアにおける No Lifting Policy
（介護用リフト等の支援機器の活用）について、病院・

介護施設での利用状況や、行政による施策、法規制の現

状等についての調査を行った。その結果、介護職員の労

働環境改善からはじまった施策から、介護リフトの徹底

した活用につながっている状況が明らかになった。 

 実際に生活支援ロボットを導入してのコスト・ベネフ

ィットの調査、およびそのエビデンスの蓄積については、

複数年に渡って実施していく必要があるため、次年度以

降も研究を継続する予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活支援、コスト－ベネフィット、生活

機能 

［テーマ題目６］災害対応ロボット技術に関する研究 

［研究代表者］横井 一仁（ヒューマノイド研究グルー

プ） 

［研究担当者］横井 一仁、森澤 光晴、梶田 秀司、

金子 健二、喜多 伸之、中岡 慎一郎、

麻生 英樹、浅野 太、三浦 郁奈子、

金広 文男、吉田 英一、河井 良浩、

吉見 隆、植芝 俊夫、喜多 泰代、 

加藤 晋、尹祐 根、山野辺 夏樹、 

森川 泰、尾暮 拓也、水口 大知（以

上、知能システム研究部門）、 

加賀美 聡、西脇 光一、 

トンプソン サイモン（以上、デジタル

ヒューマン工学センター） 

（常勤職員24名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、NBC 災害現場のような、その環境や機器

自体は人が働く前提で整備されたものだが、人にとって

は危険な環境となってしまった災害現場において、災害

対応作業を実現できるヒューマノイドロボットの実現を

主目的としたものである。遠隔操作を前提とし、屋外歩

行、ドア通過、梯子昇降、機器操作他を対象作業とし

て、それらをヒューマノイドロボットで実現する各種技

術を主に開発している。 

 ヒューマノイドロボットが、屋外環境を安定に移動で

きるようにするための技術開発に必要不可欠な屋外での

歩行実験を行うために、10cm 程度の段差まで踏破でき

る車輪式のヒューマノイド吊り具を開発するとともに、

屋外実験中の動作ログ収集機能等の環境整備を行った。

また、これまで開発してきた不整地歩行技術を用いて、

基礎的な屋外歩行実験を行い、ブロックタイル貼りの舗

装面での屋外歩行可能性を確認するとともに、遠隔操作

装置とヒューマノイドロボットとの間の安定した通信の

確立に課題があることを確認した。また、屋外におい

て、スキャン型レーザ距離センサを用いて、自己運動を

元に周辺の環境形状の取得する技術の基礎的確認を行っ

た 

 遠隔操作により、人の2倍程度の所要時間でヒューマ

ノイドロボットがドアを通過することを目指し、

Sagittal 方向に一定の重心速度を維持しつつ、環境から

の反力に応じて両脚支持相を延長し、それによっても破

綻しない Lateral 方向の軌道を計画する線形倒立振子モ

デルに基づく制御系を構築した。さらにこれを

OpenHRP3のプラグインとして構築し、HRP-4L を用

いたシミュレーションが意図したとおりに動作すること

を確認した。 

 梯子昇降のような手足を環境に接触させながら実行す

る必要があるヒューマノイドロボットの動作を、別研究

テーマにより開発した動作計画器により計画し、それを

望ましくない干渉を回避しつつ動的な全身運動により実
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現できる制御器を、ロボットの機構的制約とロボットの

ダイナミクスに関する制約を考慮した局所的な二次計画

法を用いて構築した。本制御器により、制御周期10ms
程度で、ヒューマノイドロボットの制御が可能であるこ

とをシミュレーションにより示した。加えて、梯子昇降

時に手首に作用する高負荷な力の検出と、接触に伴うイ

ンパルス状の外乱を低減することが可能な手首機構の設

計を行った。 

 実環境における3次元移動を行うことを目的として、

ヒューマノイドロボット胸部に搭載した広視野ステレオ

カメラで得た画像をもとにステレオ計測した数歩先の床

面の高さ情報から、足裏着地状態を推定するアルゴリズ

ムを開発した。 

 目的の作業に対応した様々な制約条件の設定・解除が

可能な全身運動制御技術を開発した。これに、安定化制

御、手先コンプライアンス制御、内力制御等を内包する

ことで、ヒューマノイドロボットの歩行、片腕・両腕の

手先位置・姿勢、視線方向を、遠隔オペレータがヒュー

マノイドロボットのバランスを考慮することなくジョイ

スティック操作で指示することを可能とした。これを用

い、ヒューマノイドロボット HRP-2による両腕による

路面上の2kg の物体の持ち上げや、機器操作を実現し

た。 

 ヒューマノイドロボットの頭部カメラからは観測でき

ない狭隘部における作業に必要な情報を得ることを目的

として、超小型カメラ、レーザ光源および LED 照明か

ら成るハンド装着型レンジセンサを試作すると共に、そ

れを内蔵したハンドの設計を行った。また、レンジセン

サのカメラの内部パラメータと、カメラと光源の相互位

置関係の両者を同時に校正する手法を開発し、それを用

いて画像から線状光を検出して3次元情報を復元するシ

ステムを構築し、ビデオレート（30fps）での3次元形状

計測を実現した。さらに、十字型線状光を投射して同時

に2本分の3次元情報を獲得できるようにシステムを拡張

し、実験によりその有効性を検証した。 

 ヒューマノイドロボットの転倒予測・防止を目的とし

て、ヒューマノイドロボットの関節角データ、センサデ

ータなどの解析を行った。関節角データの解析について

は、正常歩行時のデータを正規分布でモデル化し、この

モデルからの逸脱により異常を検出する方法を提案し、

実験によりその有効性を検証した。また、センサデータ

の解析については、転倒の一要因である関節のキャリブ

レーション誤差を、床反力などのセンサデータのバイア

スの変動として検出する手法を提案し、実験によりその

有効性を検証した。 

 災害対応ヒューマノイドロボットの他にも、民間企業

と共同で災害現場で活用できるロボットシステムを開発

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］ヒューマノイドロボット、災害対応ロボ

ット、遠隔操作、転倒予測、ドア通過、

二足歩行制御、3次元移動、ハンド装着

型レンジセンサ、接触動作制御 

 

［テーマ題目７］ヒューマノイドを用いた移動アシスト

機器の設計支援 

［研究代表者］吉田 英一（AIST-CNRS ロボット工学

連携研究体） 

［研究担当者］吉田 英一、三浦 郁奈子、金広 文男、

本間 敬子、松本 吉央、梶谷 勇、 

中岡 慎一郎、 

Kheddar Abderrahmane、 
Moulard Thomas（知能システム研究部

門）、 

小林 吉之、遠藤 維（デジタルヒュー

マン工学研究センター） 

（常勤職員9名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、人間の移動アシスト機器の評価・設計支

援への要求に関する調査を行うとともに、物理的に動か

すことで負荷低減効果などのアシスト効果を定量的に評

価できるヒューマノイドの特徴を活かし、ケーススタデ

ィを通して、その人間の代替としての適用可能性につい

て検証することを目的とする。 

 具体的には、1) 機器の評価・設計支援の必要性に関

する調査研究2) ケーススタディとしての実際の機器の

人間による利用動作の計測・解析、3) 被験者を代替す

るツールとしてのヒューマノイドの利用可能性のシミュ

レーション・実験による検証、という3つの課題に取り

組んだ。 

1) アシスト機器として、スマートスーツ（北大）、マ

ッスルスーツ（理科大）、無動力歩行支援器（名工

大・今仙）、リズムアシスト（ホンダ）、オットボック

（ドイツ装具メーカー）などを対象に、企業の訪問や

展示会への参加などを通し、聞き取り調査を実施した。

その結果、被験者代替により、負荷低減効果の定量的

検証、装着感に評価、高齢者・障害者の動作再現の要

求、また公的評価サービスの必要性があることを確認

した。 

2) 利用者の動作の 計測・解析： 人間動作の基礎デー

タ取得のため「人の日常生活作業に関する動作・感性

計測」と題して人間工学実験の承認を受けた。テスト

ケースとして、北大開発の「スマートスーツ・ライ

ト」を取り上げた。同スーツは、背中に2本のゴムバ

ンドをクロスして配置した構造となっており、これを

装着することで屈曲時にこれらが伸長することで腰の

負担を低減させることを目的としたアシスト機器であ

る。モーションキャプチャと床反力計を用い、装着

時・非装着の状態で人間による荷物の持ち上げ動作を

計測し、運動解析ソフトウェアを用いて、実際に差異
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が観測されるかを検証した。その結果、これらの外部

計測システムのデータからは、装着・非装着での人間

の内部の筋発生力の違いを推定することが困難である

ことが判明した。そこで、実際に腰部の発生トルクを

定量的に計測可能なヒューマノイドの必要性を認識す

るに至った。 

3) ヒューマノイドによる動作再現と被験者代替：これ

までに開発した人間歩行動作のヒューマノイドへの変

換手法を拡張し、モーションキャプチャにより測定し

た人間動作のマーカー軌道を、上半身を中心としたロ

ボットの関節に対応付け、また安定性や機構的な制約

を考慮して、ヒューマノイドの動作に変換する手法を

構築した。これを用い、スマートスーツを装着したヒ

ューマノイド HRP-4C により持ち上げ動作を再現し

た。実験の結果、具体的に腰のトルクが減少している

ことが観察され、2) の人間計測では困難であった負

荷低減効果を定量的に計測・評価することに成功した。 

 さらに、当初予期されなかった進展として、ヒューマ

ノイドと RFID 技術の組み合わせによる看護・介護動

作測定、模擬患者システム開発の可能性が検討され、看

護教育システムについて東京有明医療大学との共同研究

に発展、CEATEC に出展した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ヒューマノイド、デジタルヒューマン、

生活支援ロボット、機器評価、シミュレ

ーション、人動作解析、看護教育システ

ム 

 

⑧【情報技術研究部門】 
（Information Technology Research Institute） 

（存続期間：2005.7.15～） 

 

研 究部門長：伊藤 智 

副研究部門長：工藤 知宏 

総括研究主幹：田中 良夫 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：38名（38名） 

経 費：864,973千円（550,000千円） 

 

概 要： 

 情報技術研究部門では、情報技術（IT）に関わる

基礎分野から応用分野までをカバーし、社会インフラ

としての IT を提供する技術と利用者指向で IT を利

用する技術の研究開発を行っている。 

 社会インフラとして IT を提供する技術としては、

ネットワーク、サーバ／クラスタといったハードウェ

アだけでなく、プログラミング環境、データベースや

ストレージを含むミドルウェア、さらには、高度なア

プリケーションを実行する並列・分散環境から、実問

題を対象とするアプリケーションや情報サービスの提

供まで、幅広い領域での研究開発を進めている。研究

における大きな方向性としては、次世代クラウドコン

ピューティングに必要とされるディペンダビリティ、

スケーラビリティ、および省エネルギーを重要な課題

として設定している。特に、マルチコアからメニーコ

アへのプロセッサコア数の増大や、広域に多数のコン

ピュータが分散する状況に対応して、機器の台数に比

例した処理性能を得るスケーラビリティや、頑健性や

セキュリティを保持するディペンダビリティを重視し

た研究開発を行っている。加えて、低炭素社会を実現

するための IT 機器の電力消費低減も大きな課題であ

り、ネットワークの低消費電力化やデータセンタにお

けるサーバ・ストレージの省エネ運用手法なども、重

要な研究課題として取り組んでいる。また、社会イン

フラとしてワンストップで情報サービスを提供するた

め、サービスプラットフォームに関する研究開発を行

っている。広域に分散した研究機関やグループを有機

的に結び付ける研究基盤（e-Science）の一環として、

異機種データベースの効果的な統合やメタデータの分

散処理・管理技術を研究開発している。さらに、さま

ざまな応用分野でユーザが手軽に扱えることを目指し

た 地 球 観 測 情 報 の イ ン フ ラ Global Earth 
Observation Grid（GEO Grid）に関する研究開発を

進めている。グリッド技術を用いて地球観測衛星デー

タなどの大規模アーカイブと高度処理を行う、分散環

境下の各種観測データと地理情報システムデータを統

融合した処理・解析が可能なプラットフォームを構築

中である。 

 利用者指向で IT を活用する技術としては、医療、

エネルギー、環境、社会インフラ、コンテンツビジネ

スなどの応用分において、安全・安心な生活と知的活

動の飛躍的向上の実現を目的に、実世界における環境

情報、計測などによって生成される多種多様なデータ

から有効な意味的情報を抽出する技術、それらを活用

する技術の研究開発を行っている。特に実世界で扱わ

れる音声、音楽、映像、テキストなどのメディア情報

については、これらを認識理解する技術の一層の高度

化を進めるとともに、他のシステム資源や人的資源と

のネットワーク化およびインタラクションの形成を促

進することによって認識精度の向上およびデータの高

付加価値化を図る研究を行っている。これによって、

様々なメディア情報において最適な検索閲覧機能を実

現する技術、コンテンツ自動生成のための技術、位置

や状況に応じた情報提示に関する技術などの開発を進

め、新しい情報サービスの創出に取り組んでいる。ま

た、持続的社会のためのエネルギー運用管理技術とし

てのスマートグリッドを IT で支える技術の研究開発

を行っている。これまで培ってきた有線通信技術を中

心とした大規模なセンサーネットワーク技術を適用す
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ることで、太陽光発電モニタリングなど有用な出口応

用を実現することを目標とし、通信基盤技術やその応

用技術の研究開発を進めている。さらに、アプリケー

ションの開発の利便性およびアプリケーションの動作

の信頼性を向上させるために、情報数理学を中心とし

た理論研究、およびオープン・システムで幅広く利用

される実証的ミドルウェアの開発と公開を行っている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

 

経済産業省国際標準化推進事業委託費 「平成24年度国

際標準化推進事業委託費（戦略的国際標準化加速事業

（国際標準共同研究開発事業：テンプレート保護型バイ

オメトリクスの安全性評価に関する標準化））」 

 

文部科学省 科学技術総合推進費補助金 「国際共同研

究の推進 アジア GEO Grid イニシアチブ」 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジ

ェクト（グリーン IT プロジェクト）／革新的省エネル

ギーネットワーク・ルータ技術の研究開発／IT 社会を

遠望した、情報の流れと情報量の調査研究／社会インフ

ラとしてのネットワークのモデル設計と評価」 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「グリーンネットワーク・システム技術研究開発プロジ

ェクト（グリーン IT プロジェクト）／エネルギー利用

最適化データセンタ基盤技術の研究開発／データセンタ

のモデル設計と総合評価」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「IT 融合による新社会システムの開発・実証プロジェ

クト（データ処理基盤分野）リアルタイム大規模データ

解析処理基盤の研究開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「エネルギー利用最適化データセンター基盤技術の研究

開発／サーバの最適構成とクラウド・コンピューティン

グ環境における進化するアーキテクチャの開発／クラウ

ド・コンピューティング技術の開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 「消費電力を削減するグリッドデータ

センター運用管理システムの研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（CREST） 「音楽を中心とした類似度可知化情報

環境の実現と全体統括」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 戦略的国際科学技術協

力推進事業 「大規模災害における IT インフラ復旧技

術に関する調査・研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（A） 「大規模

HPC クラスタにおける高性能共有ストレージの性能保

証に関する研究」 
 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（A） 「Linked 
Data 検索のための結合効率化に基づくメタデータクラ

ウドの研究開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「性能可

搬性を提供する仮想計算機マイグレーション技術の研

究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「合成開

口レーダ画像および海洋観測に基づく海上風シミュレー

ションの精度向上」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「画像認

識技術を用いた大腸内視鏡画像の客観的評価手法の研

究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B）「ストリー

ム処理とデータ分析処理を統合した戦略的データ活用基

盤の開発」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「聴衆の

視線移動の制御によりコンテンツ理解度を高める電子黒

板システム」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「ノンパ

ラメトリックベイズ理論に基づく音楽音響信号の構造学

習と音源分離」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「Web 音

声インデキシングのための言語的特性の変動に頑強な音

声認識に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 若手（B） 「大規模

仮想計算機群の遠隔移動に関する研究」 

 

文部科学省 科学研究費補助金 基盤（A） 「大規

模・異種の時空間データ統合で生じる矛盾を許容するサ

イエンスクラウド基盤」 

 

発 表：誌上発表126件、口頭発表168件、その他39件 

--------------------------------------------------------------------------- 
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メディアインタラクション研究グループ 

（Media Interaction Group） 
研究グループ長：後藤 真孝  

（つくば中央第2） 

概 要： 

 実世界のメディア情報（音楽、音声、ユーザ活動

等）を対象に、人々の利便性を向上させるためのメデ

ィアインタラクション技術の研究開発に取り組んでい

る。主に、実世界メディア理解技術（自動理解・マイ

ニング・推定）、インタラクション技術（インタフェ

ース・検索・ブラウジング）の研究開発を行っている。

実世界メディアは Web を中心に多様化し増加し続け

ているが、それを人々が活用する技術は未成熟である。

そのため、計算機が人間に代わって理解し、人間の意

図や嗜好に合わせた形態に変換することで人々の利便

性向上を図る技術が求められている。特に、音楽情報

処理及び音楽インタラクションに関する研究、音声言

語処理及び音声情報検索に関する研究、Web インタ

ラクション及びユーザ支援に関する研究等に取り組ん

でいる。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

プロセスウェア研究グループ 

（Processware Research Group） 
研究グループ長：戸村 哲 

（つくば中央第2） 

概 要： 

本グループは現在稼働中あるいは今後開発されるソ

フトウェアの品質を高めることを研究目的としている。

高品質なソフトウェアは、現代社会を支える情報シス

テムの高信頼・高安全・高可用化技術にとって必須の

ものである。高品質なソフトウェアを安定的に供給す

るためには、エンジニアの職人的能力に期持するので

はなく、ソフトウェアを工学的に開発する手法が必要

である。そのために本グループでは、１）小規模組織

向け、２）オープンなシステム、という特徴を有する

ソフトウェア・エンジニアリング・ツールチェーンの

開発と、その普及活動を行っている。 

 小規模なソフトウェア開発組織を対象としているの

は、ソフトウェア開発の95%以上は、開発者数25名以

下の小規模組織によって行われているためであり、オ

ープン・スタンダードに基づいて、共通の概念・用

語・手法等を確立することは、複数のソフトウェア開

発を連携可能とする。 

 ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンで必

須となる機能要件についての洗い出しのために、国際

規格である標準基礎知識体系 SWEBOK で使用され

ているオープンな個別ツールの調査を行っている。 

 

 

スマートシステム研究グループ 

（Smart System Research Group） 

研究グループ長：村川 正宏 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 近年のセンサ、計測技術、通信技術の進歩により、

実世界の膨大なセンシングデータが取得できるように

なってきた。さらにクラウドコンピューティングを利

用することで、その膨大なデータを蓄積し、高度な解

析を行い、実世界に対して実時間でフィードバックで

きる環境も整ってきた。本グループでは、このような

大きなループを回すための要素技術の研究開発、なら

びにループを回すことで新たな価値を創造する応用分

野の開拓を行っている。要素技術では、(a)電力線通

信などの有線通信技術 (b)データ解析のための画像認

識技術、時系列信号解析技術 (c)確率的最適化手法、

などを研究している。応用分野では、スマートグリッ

ドおよび医療分野を主な対象としている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

インフラウェア研究グループ 

（Grid Infraware Research Group） 

研究グループ長：中田 秀基 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 動的な情報処理基盤構築のための資源管理・仮想化

技術と資源利用技術の研究開発を行う。最近注目を集

めているクラウドでは、ユーザは自ら資源を持つ必要

がなく、その一方で資源の利用効率を高めることがで

きる。本グループでは、計算機やストレージに加えて

ネットワークも統合してスケジューリングするととも

に、各資源のモニタリング情報をユーザやアプリケー

ションに知らせる方式を開発している。また、仮想化

技術を導入して、ユーザに見えるインフラ（仮想イン

フラ）が実際のハードウェアなどの構成（物理インフ

ラ）に依存しないようにし、仮想インフラを物理イン

フラ間で移動させることにより資源を集約する技術の

開発も行っている。さらに、クラウドで広く用いられ

る MapReduce 処理を高速化する技術も開発している。

これらの技術により、より広い用途に使用できる動的

インフラを構築可能にしていく。また、資源の有効利

用やエネルギーコストの低い資源の優先利用による省

エネルギー化を図る。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

サービスウェア研究グループ 

（Grid Service-ware Research Group） 

研究グループ長：小島 功 

（つくば中央第2） 
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概 要： 

 本グループは分散・並列環境における、利用者およ

び応用指向の優れたサービス環境の提供を視野に研究

開発を進めている。特に、日々生成される大規模デー

タに注目し、大規模データ処理を分散環境で実現する

方式の設計・開発、様々なデータベースを組み合わせ

て一つの高機能データベースとして提示する機能の設

計・開発、また、これらをユーザが利用しやすくする

ツール群の設計・開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

ジオインフォマティクス研究グループ 

（GEOinformatics Research Group） 

研究グループ長：中村 良介 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 地球観測衛星データなどの大規模アーカイブを構築

し、それらデータの高度処理と、各地に分散する各種

観測データや地理情報システムデータと統融合する処

理・解析を、地球観測情報のシステム、また、そのイ

ンフラとして構築し、さまざまな応用分野でユーザが

手軽に扱える情報基盤の実現を目指し、GEO Grid
（地球観測グリッド：Global Earth Observation 
Grid）の研究開発を進めている。本研究開発では、

GEO Grid の構築にグリッド技術を活用し、その

GEO Grid 上で各種応用分野の処理・解析手法開発、

および産業基盤となる社会基盤データの作成に関する

研究を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］実時間ガイドによる高度医療支援シス

テム 

［研究代表者］村川 正宏 

（スマートグリッド研究グループ） 

［研究担当者］野里 博和、高橋 栄一、坂無 英徳、

村川 正宏（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 医療用検査機器におけるデジタル化による医療データ

の爆発的な増加に伴い、データ処理に要する医師の負担

増大に起因する医療過誤の危険性が増し、また一方で多

くの情報が活用されない状況が生じるなど、患者の不利

益を招く恐れが生じている。一方、情報産業においては、

膨大なデータを戦略的に活用するビッグデータ処理技術

が急速に発展しているが、医療分野での活用には至って

いない。そのため、医療現場において診察中に検査画像

などから瞬時に必要な情報を抽出し、増加し続ける膨大

な医療データと合わせて分析した結果をリアルタイムに

提示可能なパターン認識・検索・インターフェース技術

の確立が強く求められている。 

本研究開発では、大腸内視鏡を題材として、医師の診

断を支援する情報をリアルタイムに医療データから検

索・提示することにより、医師の操作・診断・治療方針

の決定をガイドする高度医療支援システムの新規実現を

目標とする。具体的には、(1)動画像認識技術、(2)類似

症例高速自動検索技術、(3)支援情報の可視化・提示技

術の要素技術を開発すること、プロトタイプシステムを

開発してメーカにアピールし、共同研究もしくは公的研

究公募への共同提案の材料とすること、また、超音波診

断支援等を初めとする本研究成果の横展開についても検

討することが達成目標である。 

平成24年度の成果は、以下の通りである。 

 (1)動画像認識技術については、病変部位や重症度等

を評価・推定する技術の開発を進め、内視鏡画像のポリ

ープ状隆起物のエッジ強調手法、内視鏡画像の炎症度判

別手法、超音波検査画像の腫瘤性病変部位検出手法を開

発し、それぞれ実データを用いた FS を行い研究成果の

発表を行った。 

 (2)類似症例高速自動検索技術については、医療機関

の協力のもと、検査画像の収集を行い、内視鏡25症例、

超音波13症例を蓄積した。今後、医師によるタグ付け作

業の負荷軽減のため、アノテーション用ソフトウェア開

発に着手し、次年度以降のデータ収集を加速する。 

 (3)支援情報の可視化・提示技術については、ソフト

ウェア開発段階から医師の意見を反映するため、可視

化・提示ソフトの開発を前倒しで行った。平成24年度に

は内視鏡画像用のインターフェース試作が完了し、平成

25年度には動画像認識技術の FS 版を実装する予定であ

る。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］医療画像、画像認識、動画画像認識、リ

アルタイム処理 

 

［テーマ題目２］サイエンスクラウドに関する研究 

［研究代表者］工藤 知宏（副研究部門長） 

［研究担当者］工藤 知宏、中田 秀基、竹房 あつ子、

高野 了成、谷村 勇輔（常勤職員5

名） 

［研 究 内 容］ 

現在のクラウドコンピューティング技術では、大量デ

ータの移動、管理、処理のいずれにおいても課題を抱え

ており、大量データ処理を行うのが困難である。クラウ

ド連携により大量データを効率良く扱えれば、新たな手

法の創出などを通じて科学技術や産業の発展につながる

事が期待される。 

本研究開発では、高度な機能と性能をもたせたネット

ワークを介してクラウドを連携させ、複数クラウド間で

大規模データを効率良く共有、処理するために、大量デ

ータ処理に適した仮想インフラを構築・利用するミドル

ウェアを開発する。平成24年度は、標準的に用いられる

IaaS ミドルウェアへの対応を行い、また、大学の計算

機センター間の連携を例に、実際のユーザからの要求を
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調査した。具体的には、CloudStack 等の既存 IaaS ミ

ドルウェア上での実装を想定し、複数のデータセンタ

（以下 DC）にまたがる仮想 DC を提供するアーキテク

チャの設計を行い、これを実現するソフトウェアを開発

中である。これは複数 DC 上の計算機やストレージ、さ

らに DC 内および DC 間ネットワークを統合制御して仮

想 DC を構築するもので、既存ミドルウェアを用いつつ、

負荷に応じて複数 DC の資源を融通する運用が可能にな

る。また、遠隔地のストレージを単一仮想 DC 内資源と

して見せることで、容易に遠隔地のデータを連携させた

処理が実現できる。 

複数クラウド間の仮想ネットワークの構築のため、

DC 間ネットワークについては、国際標準フォーラム

Opern Grid Forum（OGF）での標準化を進め、その参

照実装として開発したソフトウェアを用い、国際会議

GLIF2012や SC12において日米欧相互運用試験を実施

し、その有用性を実証した。また、DC 内ネットワーク

については、OpenFlow により制御できるネットワーク

スイッチを用いた制御方式の実装を一部完了した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］クラウド、資源管理、クラウド間連携、

仮想ネットワーク、データインテンシブ

処理、 

 

［テーマ題目３］ポストペタスケール高性能計算技術の

研究 

［研究代表者］田中 良夫（総括研究主幹） 

［研究担当者］田中 良夫、池上 努、中田 秀基、 

谷村 勇輔、高野 了成、広渕 崇弘、

伊藤 智（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 現行のペタスケール計算機の後継として、ポストペタ

スケール（エクサフロップス規模）の高性能計算機（ス

ーパーコンピュータ）の研究開発が世界各国で進められ

ている。ポストペタスケール計算機のシステムソフトウ

ェアは従来とは異なる方式を取る必要があり、その開発

が大きな課題として認識されている。 

 本研究開発は、ポストペタスケール高性能計算を実現

するプログラム開発・実行環境を開発し、この分野にお

いて世界をリードすることを目指すものである。そのた

め、階層的プログラミングモデルを採用することで、数

千万演算コア×時間規模の大規模シミュレーションの実

装を支援するプログラム開発・実行環境を開発する。具

体的には以下の研究開発を行う。（1）クライアント・サ

ーバモデルに基づく階層的なハイブリッド型プログラミ

ングモデルを提案し、これを実現する要素技術とミドル

ウェアを開発する。（2）サーバプログラムの実行状態を

監視とクライアントの多重化によって、サーバ・クライ

アント双方の障害に対応する耐障害技術を開発する。

（3）ユーザプログラムからの実行状況や障害の発生の

モニタリングや障害復旧処理の制御を可能にするミドル

ウェアを開発。これを利用するための簡便な API を策

定・実装する。（4）オープンソースとして公開、半導体

デバイスのシミュレーションを題材に実証実験を行う。 

 平成24年度は、システムの一部が故障した状況が常態

化するエクサスケールにおいて長時間の計算を完遂する

ためには耐障害性の実現が鍵となるため、グリッドミド

ルウェアの研究で得られた知見を活用したプログラミン

グミドルウェアの開発を目指した。遠隔手続呼び出し

（RPC）と MPI をハイブリッドで利用するプログラミ

ングミドルウェアの開発を行うにあたり、まず、担当者

で議論を重ねる事によりポストペタスケールにおけるプ

ログラミング環境のあるべき姿や問題点、研究課題を明

確にした。その結果以下のような方針で研究開発を進め

る事とし、本研究開発を迅速に進めるために必要なプロ

トタイプ開発や評価を進めている。第一に、従来のシス

テムレイヤが提供する耐障害性機能では不十分な点に着

目し、これを補完する機能を実行環境とアプリケーショ

ンの各レイヤに付与することで、三者が連携して耐障害

性を実現する新たな耐障害性モデルを開発する。第二に、

このモデルに従うアプリケーションの開発を容易にする

新たなプログラミングパラダイムを確立し、実証のため

実行環境とこれにアクセスするライブラリを開発して、

有効性を示す。 

具体的な研究課題としては、プログラミングモデルや

プログラミングインタフェースの策定を開発中である。

また、計算の途中結果などのデータを高速に授受すると

共に、保管したデータをレプリカ作成などの手段で障害

から保全する高速分散データストアに関する研究を進め

ている。さらに、計算資源の死活管理を行いながら実行

可能なタスクを順次割り付ける高可用タスク・資源管理

に関する研究として、MPIをベースに分割統治型のプロ

グラムを容易に実装するためのプログラミングインタフ

ェース策定と実装方法に関する調査を目的としたプロト

タイプ開発を進めており、平成24年度に2通りの実装を

行ない、比較評価を実施している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ポストペタスケール、高性能計算、プロ

グラミングモデル、耐障害性 

 

［テーマ題目４］ユーザ貢献増幅型 Web コンテンツ活

用技術に関する研究 

［研究代表者］後藤 真孝（メディアインタラクション

研究グループ） 

［研究担当者］後藤 真孝、緒方 淳、栗原 一貴、 

濱崎 雅弘、吉井 和佳、中野 倫靖、 

佐々木 洋子（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 インターネット上にあふれるコンテンツを身近で手軽

に活用、創造できる技術は、日本が目指すコンテンツ立
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国実現に不可欠であり、経済産業省産業構造ビジョン

2010、技術戦略マップ2010でもコンテンツ分野及び技術

の重要性が指摘されている。一方、従来の静的な理解技

術では、膨大で動的に変化するコンテンツの動的変化に

対応し人々の利便性向上を図ることができない。そこで、

ユーザからのフィードバック・貢献を活用する新技術の

研究によりコンテンツの一層の活用を図ることを目指し

ている。 

 ユーザに役立ちながら技術開発を進めるため、本研究

開発では、（1）Web コンテンツを対象としたユーザ貢

献の収集＋蓄積＋再利用技術、（2）ユーザ利用を促し貢

献を利用・増幅可能な Web コンテンツ理解技術及びイ

ンタラクション技術、（3）ユーザが利用して我々の研究

成果を体験できる Web 上のサービス創出を行っている。 

 平成24年度は、(1)の主たる研究開発として、Web 上

の楽曲コンテンツを対象に、その中身を産総研クラウド

上で音楽理解技術により解析して可視化し、能動的な音

楽鑑賞ができるサービス Songle を、Web で一般公開す

る実証実験を開始した。2012年8月にプレス発表を行い、

多数のメディアにとりあげられ、社会的に高い関心を得

るとともに、国際会議基調講演等により学術分野でも高

いプレゼンスを得た。本サービスでは、音楽の自動理解

誤りをユーザが訂正して共有できる世界初の仕組みによ

り、ユーザ貢献によってより正確な「音楽地図」を共

有・表示可能にしている。さらに、コンテンツ投稿サイ

ト「ピアプロ」上の全楽曲（8万曲以上）から Songle
にリンクする正式連携を同サイト運営企業がプレス発表

し、外部サービス連携を成功させた。2012年11月に産総

研オープンラボ2012優秀ポスター発表賞も受賞した。 

 (2)の主たる研究としては、ユーザ貢献型音声検索サ

ービス PodCastle に、音響ダイアライゼーション（「ど

の部分が何の音か」の自動認識）技術統合を行うために、

話者表示・編集機能を強化し、話者数の時間変化表示機

能、話者表記統一機能等を追加した。PodCastle は2012

年4月に産総研理事長賞（本格研究）を受賞した。企業

への有償技術移転も行った。 

 (3)の主たる研究としては、動画を高速で鑑賞するシ

ステムに音響ダイアライゼーション技術を統合し、ユー

ザが可変速で再生できる機能が付加された。また、講演

や発表等の動画コンテンツが日々発信される状況下で、

視聴者の意見等を発信者にユーザ貢献としてフィードバ

ックしてプレゼンテーション支援を可能にするインタラ

クション技術の一環として、発話阻害システム

SpeechJammer を試作した。2012年9月にイグノーベル

賞を受賞して産総研が記者会見を行い、大規模に報道さ

れた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音声情報検索、音楽情報処理、歌声情報

処理、メディアインタラクション 

 

⑨【ナノエレクトロニクス研究部門】 

（Nanoelectronics Research Institute） 

（存続期間：2011.4.1～） 

 

研 究部門長：金丸 正剛 
副研究部門長：青柳 昌宏 
首 席研究員：富永 淳二、Kolobov Alexander 
総活研究主幹：安藤 淳、中野 隆志 
 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、つくば西 

人 員：47名（47名） 

経 費：2,869,786千円（919,684千円） 
 
概 要： 
１．ミッション 

 ナノエレクトロニクスにおける我が国の産業競

争力強化や新産業の創出を目指し、その競争力の

源泉となるコア技術を開発することが当部門の主

たるミッションである。これまで蓄積してきたナ

ノスケールデバイスの構造、材料、作製プロセス、

設計、システム化、解析評価技術に関する研究成

果と研究開発リソースを活かし、産総研第3期のミ

ッションである低炭素化など、社会の抱える課題

解決につながるグリーンイノベーション等に資す

るナノエレクトロニクスを新たに創出することを

目指す。 
２．研究の方向性 

 半導体エレクトロニクスの中核技術であるシリ

コン CMOS（相補形 MOS 電界効果トランジス

タ）技術はデバイス微細化を指導原理として発展

を続けており、今後も微細化を進める研究は必要

である。しかし、微細化の物理的・技術的な限界

が近づいていることから、さらなる技術発展のた

めにはナノレベルの微細化と同時に、新規な材

料・構造・作製プロセスの導入が必要となる。

（“More Moore”技術）一方、微細化以外の手法

により半導体集積回路の性能向上や機能付加を目

指す研究開発の方向性があり、3次元実装による集

積度向上や異種材料の混載による集積回路の高機

能化・多機能化が期待されている。（“More than 
Moore”技術）さらに、より長期的な発展を目指す

には CMOS 微細化に代わる新しい指導原理の探索

も必要と考えられ、CMOS とは動作原理が異なる、

全く新しいデバイスの研究開発（いわゆる

“Beyond CMOS”技術）も活発化している。 
 ナノエレクトロニクスは概ねこれら3種類の研究

領域を総称したものである。当部門では More 
Moore および More than Moore 技術を主たる研究

課題として取り上げて研究開発を進めている。 
３．研究課題 
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 ナノエレクトロニクスは材料、デバイス、プロ

セス、設計、システム、評価などの要素技術を統

合したものであり、幅広い研究領域を有する。こ

れらを総合的に進めるために以下の研究課題を設

定している。 
(1) シリコンナノデバイスの研究開発 

シリコン CMOS 微細化の主要課題である素子

特性ばらつきを抑制するデバイスである Fin 形

トランジスタの低電圧動作技術を確立し、極低消

費電力集積回路基盤技術を確立するとともに、

10nm 以下の領域でのデバイス開発に資する技術

としてトンネル効果などの動作原理を導入したト

ランジスタの開発を行う。 
(2) 新材料・新構造インテグレーションの研究開発 

微細化以外の手法による CMOS 性能向上を実

現する等価スケーリング技術として新材料を利用

した高移動度チャネルや高誘電率ゲート絶縁膜技

術を開発し、シリコンとのハイブリッド集積回路

や低消費電力・高性能アナログ回路の実現を目指

す。また、半導体加工技術を利用して作製した半

導体トラジスタ以外の新構造デバイスを開発し、

新たなエレクトロニクス応用分野を開拓する。 
(3) 半導体設計製造技術の研究開発 

半導体チップを積層して3次元 LSI を作製する

技術は微細化以外の高性能化技術の一つである。

当部門では、そのための要素技術として高効率チ

ップ冷却技術やチップ積層技術を開発するととも

に、3次元 LSI 積層計測評価技術も併せて開発す

る。また、ナノシリコンデバイスの特長を生かし

た応用回路として、動的に動作電力を制御した低

消費電力 FPGA を開発する。 
さらに、革新的な半導体生産システムの開発を

行う。今後の半導体製品はユーザニーズに合わせ

た変種変量の製造が求められることが予想される

が、単一製品を多量に生産するのに適した現在の

半導体生産システムではコストや省エネの観点で

上記ニーズには適応でないと考えられる。少量の

半導体製品を経済的、エネルギー的に効率良く生

産するシステムを構築する。 
(4) ナノ計測エレクトロニクスの研究開発 

ナノスケールデバイスではそのデバイス特性が

原子スケールの構造揺らぎに敏感になり、デバイ

ス中の局所的な物性を原子スケールで計測・制御

することが必要不可欠となる。本研究部門では、

走査プローブ顕微鏡を用いた不純物分布の計測・

評価技術、紫外線ラマン散乱分光による局所ひず

みの評価解析技術を開発する。 
(5) 超伝導集積エレクトロニクスの研究開発 

高精度性、低雑音性、高感度性において既存デ

バイスを凌駕する超伝導デバイスは、電気標準、

LSI 故障診断、各種精密分析、高度臨床検査、核

物質管理、大気観測等におけるコア技術となる。

産総研の超伝導デバイスの集積化技術の強みを生

かして、高感度低雑音センサ技術や、産業の発展

に不可欠な基盤技術である次世代電圧標準デバイ

ス技術の研究開発を行う。 

-------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

重点研究加速予算（戦略予算）／次世代シリコンデバイ

ス設計環境の構築 

 

重点研究加速予算（戦略予算）／光電子融合集積回路開

発プラットフォーム 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）／光電子融合集積回路

開発プラットフォーム 

 

外部資金： 

日本学術振興会／最先端研究開発支援プログラム／グリ

ーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発 

 

日本学術振興会／最先端研究開発支援プログラム／フォ

トニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発 

 

受託／（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構／ナ

ノテク・先端部材実用化研究開発／水素拡散を制御した

高信頼性絶縁膜の開発とフラッシュメモリーへの応用 

 

受託／文部科学省／科学技術試験研究委託事業／相変化

記録膜材料の X 線回折プローブによる格子ダイナミク

ス 

 

受託／独立行政法人科学技術振興機構／戦略的創造研究

推進事業（CREST）／1.金属／遷移金属酸化物界面の

電子状態制御 2.界面における強相関相転移を利用した

スイッチ機能の開発 

 

受託／独立行政法人科学技術振興機構／戦略的創造研究

推進事業（ALCA）／ナノ Si 熱電材料の実現のための

材料設計指針の探索 

 

受託／独立行政法人科学技術振興機構／戦略的創造研究

推進事業（ALCA）／微少ジョセフソン接合の開発 

 

受託／株式会社つくば研究支援センター／戦略的基盤技

術高度化支援事業／局所プラズマ接合を用いた半導体プ

ロセス用シリコンキャリア製造 

 

受託／財団法人新産業創造研究機構／戦略的基盤技術高

度化支援事業／パワーデバイス用複合ウェーハの精密実
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装技術の開発 

 

受託／福島県中小企業団体中央会／戦略的基盤技術高度

化支援事業／部品内蔵基板内の狭間隔部品実装技術及び

WLP-LSI チップ実装技術の確立 

 

受託／一般財団法人九州産業技術センター／戦略的基盤

技術高度化支援事業／ミニマル3次元積層 LSI デバイス

製造ファブに対応したデバイス検査装置の開発 

 

受託／株式会社浜名湖国際頭脳センター／戦略的基盤技

術高度化支援事業／3次元 LSI 積層実装技術に対応した

微細先鋭バンプ検査装置の開発 

 

受託／財団法人長野県テクノ財団／戦略的基盤技術高度

化支援事業／微細バンプ形成用ナノパーティクルデポジ

ション装置および微細バンプ接続応用技術の開発 

 

受託／社団法人研究産業・産業技術振興協会／戦略的基

盤技術高度化支援事業／角形チップ用フォトレジスト塗

布装置・現像装置の開発 

 

受託／サンヨー株式会社／戦略的基盤技術高度化支援事

業／ミニマル半導体装置共通プラットフォームの開発 

 

受託／財団法人長野県テクノ財団／戦略的基盤技術高度

化支援事業／制御ソフトウェアの高度化による産業用超

高安定度電圧標準装置の開発 

 

受託／株式会社さがみはら産業創造センター／戦略的基

盤技術高度化支援事業／次世代パワーデバイス向け革新

的手法を用いた成膜技術の開発 

 

文部科学省／科学研究費補助金（研究分担者）／基盤研

究（S）／シリコンナノ構造を基盤としたドーパント原

子デバイスの開発 

 

文部科学省／科学研究費補助金（研究分担者）／基盤研

究（S）／断熱モード単一磁束量子回路の導入によるサ

ブµW マイクロプロセッサの研究 

 

文部科学省／科学研究費補助金（研究分担者）／基盤研

究（S）／百万画素サブミクロン分解能中性子ラジオグ

ラフィのための固体超伝導検出器システム 

 

文部科学省／科学研究費補助金（研究分担者）／基盤研

究（A）／多段ゲート電界放出電子源を用いたマイクロ

カラムの開発と電子線顕微鏡への応用 

 

文部科学省／科学研究費補助金／若手研究（A）／単一

原子ドーピング法による単一原子デバイスの創製 

 

文部科学省／科学研究費補助金／基盤研究（A）／Ⅲ‐

V 族 p チャネル MOSFET のための価電子帯エンジニア

リングと界面双極子制御 

 

文部科学省／科学研究費補助金／基盤研究（B）／超伝

導光子検出器の多画素化のための広帯域・広ダイナミッ

クレンジ読出回路 

 

文部科学省／科学研究費補助金／基盤研究（C）／次世

代高移動度チャネル材料向け全窒化膜ゲートスタック技

術の研究 

 

文部科学省／科学研究費補助金／挑戦的萌芽研究／イオ

ンビームによる細胞へのドーピングと細胞機能修復 

 

文部科学省／科学研究費補助金／挑戦的萌芽研究／原子

層シリサイド半導体を用いたドーピング制御 

 

文部科学省／科学研究費補助金／特別研究員奨励費／ナ

ノデバイスでの原子レベル構造変化（ダメージ）と低ダ

メージ評価手法の研究 

 

助成金／（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構／

しきい値可変型 FinFET による極低消費電力アナログ

回路の開発 

 

発 表：誌上発表239件、口頭発表341件、その他41件 
--------------------------------------------------------------------------- 
シリコンナノデバイスグループ 
（Silicon Nanoscale Devices Group） 
研究グループ長：昌原 明植 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 微細化限界を打破できる MOS デバイスとして世界

で認知されている、産総研提案のダブルゲート

MOSFET（代表的には FinFET）、および、しきい値

電圧制御可能な新機能を持った4端子駆動型 FinFET
（4T-FinFET）を主体とした FinFET LSI 基盤技術

を確立して産業界での実用化を可能とするために、独

自性の高い微細 FinFET デバイスならびに回路技術

の開発を進めている。 

 これまでに、メタルゲート FinFET 特性バラツキ

の主要因がゲート金属材料の仕事関数バラツキである

ことを世界に先駆け解明してきている。今年度は、メ

タルゲート FinFET 特性バラツキの低減を目指し、

本質的に仕事関数バラツキを持たないアモルファス金

属の開発を進めた。また、当該金属ゲートを微細

FinFET に導入した。作製した FinFET 群の特性バ
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ラツキを統計的に解析した結果、アモルファス金属ゲ

ート搭載の FinFET では、特性バラツキが世界最小

レベルまで低減出来ていることを確認した。 

 また、極薄埋込酸化膜を有する SOI 基板上に

FinFET を作製し、基板バイアスによって FinFET
特性が制御可能であることを実証した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

 

新材料・機能インテグレーショングループ 

（New Materials and Devices Integration Group） 
研究グループ長：宮田 典幸 

（つくば中央第2、4） 

概 要： 

 高度情報社会を支える半導体エレクトロニクスは、

半導体素子の微細化技術をテクノロジドライバーとし

て発展してきた。微細化が物理的限界に近づきつつあ

る一方で、エレクトロニクスに対する社会からの要請

は益々高度かつ多様なものとなっている。このような

状況に応じてイノベーションを進めるうえで、新材料

の導入や新機能デバイスとの融合が有効な手法である

と期待されている。当グループでは、グリーン／ライ

フイノベーションにつながる高性能、新機能・多機能、

および低消費電力・低環境負荷のエレクトロニクス技

術の実現を目指し、化合物半導体やゲルマニウムの高

移動度チャネルを用いたトランジスタ技術、さらに異

種材料やデバイスの集積化技術を開発している。また、

半導体加工技術を利用した小型電子源や酸化物半導体

を応用した新機能デバイス、さらに強誘電体等を利用

した不揮発メモリにより、新たなエレクトロニクスの

応用分野の開拓も目指している。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目９、テーマ題目

13、テーマ題目14 

 

相転移新機能デバイスグループ 

（Functional Phase-change Device Group） 
研究グループ長：中野 隆志 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 相変化材料を用いた不揮発メモリである相変化メモ

リ（PCM）は、高集積度や多値記録といった面で利

点があり、開発が進められ実用化も始まっている。し

かし、これまでの PCM は結晶—アモルファスの相転

移を使うために大きなエネルギーを必要とし、比較的

消費電力が大きいことが課題となっている。 

 一方、産総研が主体となって研究開発を進めている

超格子型の相変化材料は、原子の配位数の変化のみの

相転移であり、相転移に必要なエネルギーが合金型の

1/10以下であり高速動作が可能な特長を持っているた

め、この超格子型相変化材料を用い iPCM と名付け

た超省電力不揮発メモリの開発が進められている。 

 また、この超格子型の相変化材料は、トポロジカル

絶縁体の特性を持つことが明らかとなり、ナローバン

ドギャップの半導体としての特性からテラヘルツ帯域

での応答にも興味深い特性が発見されてきている。 
 当グループでは、提案している iPCM のさらなる

省電力化等の開発を進めると共に、このような新しい

機能が期待される相転移（結晶ーアモルファス相変化、

結晶ー結晶相変化、トポロジカル相転移、等）を用い

た新機能デバイスの研究開発を進める。 
研究テーマ：テーマ題目１ 

 

シリコンフォトエレクトロニクスグループ 

（Silicon Photo-Electronics Group） 
研究グループ長：榊原 陽一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体チップ内部の回路間やコンピュータ内部の部

品間などのデータ伝送は、従来銅配線などによる電気

通信により行われてきた。しかしその高速化は限界に

近づいていると言われており、より高速・広帯域を実

現できる光インターコネクトが期待されている。光イ

ンターコネクトは電気に比べ消費電力も少なく、電磁

波ノイズに強く伝送ロスが少ないという特性もある。

本グループは、シリコン半導体電子回路と寸法整合性

の高い超小型の光伝送路を実現できるシリコン導波路

を用いる光インターコネクトの新しい基盤技術の創出

を目標とする。具体的には、シリコン導波路用新材料

としてアモルファスシリコンに注目し、化学気相成長

法により積層構造を形成可能であるという特長を生か

した３次元光回路等の革新的技術の開発を行う。また、

シリコン導波路と発光素子を結合する新規の光源実装

技術の開発を行うと共に、シリコン基板上に光源・光

変調器・受光器等を一括集積したシリコンフォトニク

ス集積回路の動作実証を行う。さらにシリコン導波路

に対して発光・受光素子等を導波路の上面方向から結

合する新規の実装技術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目15 
 

3D 集積システムグループ 

（3D Interconnection System Research Group） 
研究グループ長：青柳 昌宏 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 3次元 LSI 積層実装技術を活用した超並列バス・マ

ルチコアアーキテクチャーと高熱伝導構造の採用によ

る低消費電力 LSI 実装システムの開発に取り組む。

平成24年度は、昨年度に引き続き、高度な並列処理を

目指した超並列バス・マルチコアアーキテクチャーと

ヒートスプレッド放熱構造により高密度デバイス集積

を具現化できる3次元 LSI 積層実装をコア技術とした
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低消費電力 LSI 実装システムの開発を進めた。特に、

高密度バンプ接続技術、3次元積層 LSI デバイス特性

計測評価技術、受動部品内蔵インターポーザ設計解析

技術などの研究を進めた。具体的には、微細バンプ接

続技術の実現に向けた、高精度フリップチップ接続技

術による実用レベルの微細円錐バンプ接続プロセス技

術、極微小チップコンデンサを内蔵したプリント回路

基板による高機能インターポーザ設計解析技術などの

開発を進めるとともに、3次元積層 LSI デバイス特性

計測評価技術確立に向けた測定システム構築および微

細ピッチ多ピンプロービングシステムなどの要素技術

開発を進めた。さらに、要素技術を統合して、実用レ

ベルの応用技術として、ヘテロジニアスマルチコア用

3次元積層バス伝送技術、熱拡散構造構築技術などの

開発を進めた。100µm 間隔で高密度に微小チップコ

ンデンサを内蔵したインターポーザの試作・評価によ

り、超低電源インピーダンス特性の達成を実証した。

4万個の円錐微細バンプを用いたデイジーチェーン接

続検証デバイスにより、100%完全接続を確認した。

また、フォトニクス・エレクトロニクス融合システム

基盤技術として、光源実装技術の基礎研究に取り組み、

高精度光デバイス搭載技術を開発した。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目15 

 

エレクトロインフォマティックスグループ 

（Electroinformatics Group） 
研究グループ長：小池 帆平 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 エレクトロインフォマティックスグループは、エレ

クトロニクス技術が提供するシーズと情報処理技術か

らのニーズとを垂直統合的に分野融合させ、新たな付

加価値を有し、新規市場開拓が可能な未知の電子情報

技術を創出することによって、新型デバイス研究開発

に置ける「死の谷」を乗り超える方法論を確立し、実

践することを目指して設立された研究グループである。 

 新しいタイプのデバイスを実用化へとつなげていく

には、デバイス単体の研究を進めていくだけでは不十

分である。回路技術の発案、回路シミュレーションの

実現、キラーアプリケーションの提示など、広範な分

野にまたがる技術を総合・蓄積していくことで、はじ

めて新型デバイス研究開発の「死の谷」を乗り越える

ことが可能となる。そこで当グループでは、産総研で

発明された XMOS トランジスタによる実用的な回路

設計を支援する目的で、本格商用 Spice 回路シミュレ

ータ上で容易に利用でき、実用レベルの XMOS トラ

ンジスタ回路の設計開発を可能とする XMOS デバイ

スモデルの開発を進め、その成果は国内外の回路設計

者に広く利用されている。また、FPGA の電力消費

問題を解決し XMOS トランジスタのキラーアプリケ

ーションとなることを目指して、しきい値電圧をプロ

グラム可能な Flex Power FPGA の開発を進め、チッ

プ全体を多数のしきい値制御領域に分割し、回路各部

の消費電力をきめ細かに制御可能とした Flex Power 
FPGA 試作チップと回路データを生成する専用の

CAD ソフトウェア群を、外部資金を獲得して開発し、

その動作と消費電力削減効果の確認に成功している。

引き続き、これまでに蓄積してきた FPGA 技術を活

用した様々な新しい半導体技術の普及発展を目指し、

三次元集積技術、高性能な SOTB トランジスタ、ナ

ノブリッジ素子などを応用した FPGA の高性能化の

検討を進めており、平成24年度よりは超低電圧デバイ

スプロジェクトに参加して、SOTB トランジスタを

用いた Super Flex Power FPGA 試作チップの開発

に取りかかっており、最初の試作チップの動作と大幅

な性能改善の確認に成功するとともに、LEAP にお

けるナノブリッジ素子を応用した FPGA 開発への協

力を行なっている。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ミニマルシステムグループ 

（Minimal System Group） 
研究グループ長：原 史朗 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 低コスト集積回路製造の究極の姿は、ルームサイズ

のファクトリーである。それぞれの製造装置は1フィ

ート立方 程度の大きさとなる。この新しい産業シス

テム構築構想を「ミニマルファブ構想」と名付け、

2010年1月にファブシステム研究会（設立時：企業16

社2大学、本報告執筆時点：77社7大学3特許事務所5公

的機関）を立ち上げ、構想実現のための技術開発をス

タートしている。ミニマルファブは、現行300mm ウ

ェハと比較しておおよそ面積が1/1,000のハーフイン

チウェハ（正確には直径12.5mm）を用いることで、

装置サイズを幅30cm まで縮小し、これによって設備

投資額も1/1,000の5億円程度まで抑える最小単位の半

導体デバイス生産システムである。 

 研究会企業と産総研にてミニマルファブの開発を進

めている。本グループのミッションは、その開発全体

を統括し開発をリードすること、ミニマルファブの共

通コア技術であるウェハ搬送系の開発を行うこと、ミ

ニマルファブに関する様々な要素の仕様決定を推進す

ること、開発装置群を用いたデバイスを試作すること

などである。本年度は昨年度開発したリソグラフィ装

置群を用いて、簡易デバイス試作（そのデバイス試作

でのミニマル装置化率27%）を遂行できる水準に達し

た。また、CMP やレーザ加熱炉など周辺装置群の開

発を進めた。今後、これらミニマル装置群の実用化へ

向けた改良と他のミニマルプロセス装置群の開発を進
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めて行く。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

ナノスケール計測・プロセス技術研究グループ 

（Nanoscale Characterization and Processing 
 Research Group） 
研究グループ長：多田 哲也 

（つくば中央第4、第2） 

概 要： 

 デバイスサイズが微細になると、様々なデバイス特

性が、ナノスケールの構造揺らぎに敏感に影響される

ようになり、設計や作製が困難になる。したがって、

3次元的にナノレベルの空間分解能で、形状や構造、

構成材料の組成や不純物原子、デバイス動作に直接影

響を与える応力分布やポテンシャル分布を測定・評価

する方法を確立することが、極めて重要である。当研

究グループは、ナノデバイスにおける、走査プローブ

顕微鏡（SPM）や高分解能電子エネルギー損失分光

（HREELS）を用いたポテンシャル分布の計測・評

価技術、紫外線ラマン散乱分光法による局所ひずみの

評価解析技術の研究開発を行っている。 

本年度は、応力シミュレーションと電磁場解析を組

み合わせて解析するシミュレーション技術をメタルゲ

ート構造における共焦点ラマン分光測定結果に適用し

て局所応力分布解析を行い、その有効性を示した。さ

らに、計測された歪み分布を TCAD（Technology 
CAD）HyENEXSS と結合して解析することができ

る高精度なシミュレーション技術を開発した。 

 走査トンネル顕微鏡によるポテンシャル分布計測技

術研究開発に関しては、STM シミュレーションシス

テムを、HyENEXSS と結合することにより、トンネ

ル電流が流れている状態でのシミュレーションを行え

るシステムを開発した。また、HREELS を用いて、

Si 中のキャリアの深さ分布を、表面数10nm より浅い

領域で評価する技術を開発した。 

 さらに、ナノスケールで構造を制御することにより、

電極材料、コンタクト材料、チャネル材料、熱電材料

等の新規なデバイス材料の開発も並行して行っている。

特に今年度は、遷移金属内包 Si クラスターを用いて、

n 型 Si に対するコンタクト材料の開発に成功した。 

研究テーマ：テーマ題目12 

 

超伝導計測デバイスグループ 

グループ長：神代 暁  

（Superconducting Sensors and Circuits Group） 
（つくば中央第2） 

概 要： 

 半導体や磁性体では実現が困難な高精度・高分解

能・高感度計測を可能とする超伝導計測デバイスを開

発し、さらにこれらのデバイスを中核とする計測シス

テムの構築により、「電圧標準」などの産業の発展に

不可欠な基盤技術の整備や「放射線や微量有害ガスの

検出」など国民の安全・安心に寄与する技術開発をグ

ループの最大目標にしている。2012年度は、所内複数

ユニットが別々の場所で管理する超伝導デバイス・集

積回路作製施設の集約化に伴う装置群の移設・立上げ

を完了し、新しい作製施設を所内外への公開施設とし

て発足させた。 

半導体検出器の30倍優れたエネルギー分解能を持ち

ながら、受光面積が2桁以上小さいゆえに応用の限ら

れていた超伝導転移端光子検出器（TES）の受光面

積拡大に必要な、多画素 TES からの読出信号の極低

温下での周波数多重化技術を開発する。今年度は、昨

年度世界で初めて4-8GHz 帯全域にわたり、+/-

0.02%の周波数精度で実現した16画素分の超伝導コプ

レーナ線路共振器の終端に、TES 出力の低雑音読出

電流計（SQUID）を集積化したチップの設計・作

製・絶対温度4K での評価を行った。SQUID 構造に、

本研究の先駆機関が用いた平面型ではなく、マイクロ

ストリップ線路による鉛直型ループの採用により、読

出動作に必要な10pH 以下のインダクタンス設計値を

高い精度で実現することに成功した。また、3画素の

SQUID に時間幅1ミリ秒のパルス信号を与え、出力

の周波数多重読出に成功した。 

 標準計測器ラックに組込み可能な大きさで、既存の

ツエナーダイオード二次電圧標準器より高精度かつ校

正頻度を格段に低減できるプログラマブル型ジョセフ

ソン電圧標準システムを完成し、長野県工業技術総合

センター、日本電気計器検定所、大手計測器メーカ、

産総研計測標準研究部門における巡回試験に供した。

これにより、今後の開発の指針を得た。また、システ

ムの核となる基準電圧発生素子の作製歩留の制限要因

であった素子基板上への付着パーティクル数の低減法

を突き止め、動作余裕度の広いチップの安定的作製に

道を拓いた。さらに、完成チップに関する抜き取り試

験を行い、温度12±0.5K、マイクロ波電力200±30 

mW の範囲で、約1mA 程度の電流余裕度を示すチッ

プを10個以上選別し、未測定チップにも100個以上の

良チップが存在する見通しを得た。 

研究テーマ：テーマ題目10、テーマ題目11 

 

連携研究体グリーン・ナノエレクトロニクスセンター 

（Collaborative Research Team Green 
 Nanoelectronics Center） 
連携研究体長：横山 直樹 

（つくば西） 

概 要： 

 低炭素社会を実現し情報社会の継続的な発展を維持

するためには、IT 機器の消費電力を桁違いに低減す

る事が必要である。当連携研究体は、最先端研究開発
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支援プログラムとして「グリーン・ナノエレクトロニ

クスのコア技術開発」を推進しており、IT 機器を構

成する半導体集積回路の消費電力を1/10-1/100に低減

するためのコア技術の開発を目指している。具体的に

は、1)低電圧動作 CMOS 技術の開発、2)ナノカーボ

ン材料の開発と応用、3)バックエンドデバイス（配線

層に埋め込む新材料不揮発性デバイス）の材料開発の

3研究課題を実施している。そのために、当連携研究

体に産業界と産総研の研究者を結集させるとともに、

大学や他の公的研究機関との連携を強化した体制を取

っている。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］相転移新機能デバイスの開発 

［研究代表者］中野 隆志 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］中野 隆志、Paul Fons、 
富永 淳二、Alexander Kolobov、 
王 暁民、福田 妃佐子、 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 相変化光ディスクで実用化され、相変化メモリ（固体

メモリ）として現在研究開発が進められている相変化材

料は、結晶－アモルファスの相転移を利用して抵抗変化

による情報記録を実現している。この相変化材料は相変

化を生み出す過程や材料構成自体にも興味深い特性があ

り、相変化材料を合金として扱わず超格子として実現さ

せることで、原子の配位数の変化によるスイッチングが

可能となり、相変化メモリの低消費電力化や高速スイッ

チングが実現できることが分かっている。また、超格子

型の相変化材料は、トポロジカル絶縁体の特性を持つこ

とが明らかとなり、その特性を用いた新機能デバイスの

創成が期待されている。 
 H24年度は、新機能デバイスの出口イメージの構築を

目的に、超格子型の相変化材料が示す興味深い物理現象

（磁気特性や THz 応答、等）の評価を進めた。その中

で、超格子型の相変化膜が THz 波の透過・反射に関し、

合金とはことなった特性があることを見出した。これは、

超格子型相変化膜が持つトポロジカル特性に起因し、

THz 波がバンド構造に作用していると推測でき、THz
検出器といったデバイス応用について検討を開始した。

また、これらの新機能デバイスの研究開発の推進には、

より詳細な材料の評価や様々な物理現象の解明、デバイ

ス動作の評価が必要であり、ツールとしての第一原理に

基づくシミュレーションの実行環境等のさらなる整備を

進めると共に、試作したデバイスの動作中におけるナノ

領域（100nm、ナノ秒）の観察が行える新技術を開発し

た。これは、SPring-8の放射光を光源とし、顕微鏡シ

ステムで特定の素子上に X 線ビームを照射して X 線吸

収分光スペクトル（XAFS）の測定する方法であり、原

子吸収端を選択することで局所的な構造を解明すること

ができ、素子内部（数十ミクロン深さ）の特定の原子の

観察が物質状態（液体、結晶、アモルファス）によらず

に可能とした。 
 すでに開発を進めている超格子型相変化メモリ

（iPCM）については、超低電圧デバイス技術研究組合

（LEAP）や連携研究体グリーン・ナノエレクトロニク

スセンター（GNC）とも共同で特性改善等を進め、合

金型と比較して1/10以下の省エネを達成した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］相転移、トポロジカル絶縁体、ナローギ

ャップ半導体、不揮発メモリ、テラヘル

ツ波 

 

［テーマ題目２］FinFET を用いた応用回路の研究開発 

［研究代表者］昌原 明植 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］昌原 明植、遠藤 和彦、柳 永勛、 

松川 貴、大内 真一、坂本 邦博、 

堀川 剛、塚田 順一 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体の微細化が進むにつれて最初に動作限界の危機

に直面すると考えられている半導体メモリ SRAM
（Static Random Access Memory）の技術課題解決を

目指し、微細化に伴う短チャネル効果に強い Fin 形状

チャネルを有するトランジスタ（FinFET）に2つの独

立ゲートを付与した新構造トランジスタ（ 4端子

FinFET）を開発する。さらに、4端子 FinFET のしき

い値電圧制御を利用した新しい SRAM セル（Flex-
Pass-Gate SRAM）が微細化しても安定して動作するこ

とを実証し、本技術が次世代 SRAM 技術として有効な

ことを示す。本年度は、実効ゲート長20nm 級 FinFET
により構成される Flex-Pass-Gate-SRAM セルの試作に

成功し、正常動作を確認した。また、SRAM を構成す

る個別極微 FinFET 特性バラツキと SRAM 動作余裕の

相関の解明に成功した。SoC 他回路との信号入出力系

に関しては汎用性を維持しつつ、かつ、特殊な回路を利

用せずにパスゲートのしきい値電圧制御可能な Flex-
PG-SRAM 回路 IP を確立した。周辺回路（及びパスゲ

ート Vth 制御回路）を含む Flex-PG-SRAM セルアレイ

を設計し、シミュレーションにより正常動作を確認した。

さらに、シミュレーションにより、20nm 世代において、

バルクトランジスタを用いた場合の SRAM と比較して、

セル面積増加無、動作余裕1.5倍、待機時消費電力が

1/30となること確認した。 

 また、電源電圧低減が困難なアナログ回路にしきい値

可変型 FinFET を導入することで、当該回路の低電源

電圧化による極低消費電力化、高性能化、更にはディジ

タル・アナログ混載による低コスト化を目指した研究開
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発を行っている。具体的には、しきい値可変型 FinFET
が導入された提案型低電圧演算増幅器及び比較器を試作

し、動作電圧0.7V での動作実証を目指す。今年度は、

米国特許登録済みの回路方式について、産総研 FinFET
プロセスによって試作を行った結果、差動増幅回路の基

本動作が電源電圧0.7V で可能であることが確認された。

また、これを用いた比較器、演算増幅器の基本動作も確

認された。更に、この回路方式について、素子寸法微細

化の可能性を検討した。検討の結果、同回路方式では、

実効酸化膜厚さ0.9nm、フィン厚さ5.3nm でゲート長

20nm まで素子寸法を縮小しつつ、回路を動作させるこ

とが可能であることが示された。 

 さらに、FinFET のメモリ応用として低電圧フラッシ

ュメモリーの研究開発を行っている。低電圧化を実現す

るためには電界集中が起きるような微細な3次元トンネ

ル領域を持つ FinFET 構造の開発が必要である。また、

フラッシュメモリーの信頼性向上のため、トンネル絶縁

膜中にナノレベルの水素貯蔵層を埋め込み、酸化膜とシ

リコン界面の劣化を抑制することも必要となる。今年度

は、微細な3次元チャネルを持つ FinFET フラッシュメ

モリーの作製プロセスを確立し、世界初のスプリットゲ

ート FinFET フラッシュメモリーの作製に成功し、過

消去抑制効果を実験的に確認した。また、Double-Gate
と Tri-Gate 構造を持つ FinFET フラッシュメモリーを

作製し、しきい値電圧のばらつきなどを評価することで、

微細化には Tri-Gate 構造が有利であることを実験的に

示した。更に、微細な三角断面のトンネル領域を持つ浮

遊ゲート型 MOS キャパシタの作製及び電気特性評価を

行い、三角先端領域での電界集中が低電圧での電子注入

に有効であることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ダブルゲートトランジスタ、FinFET、
SRAM、メモリ、集積回路、演算増幅器、

比較器、低電圧動作、システムオンチッ

プ（SoC）、フラッシュメモリー、3次元

チャネル、トンネル絶縁膜 

 

［テーマ題目３］強誘電体フラッシュメモリ基盤技術の

研究開発 

［研究代表者］高橋 光恵 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］高橋 光恵、酒井 滋樹、Le Hai Van、
Zhang Xizhen、厳 康、Zhang Wei、 

郭冬云（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 強誘電体ゲート FET（FeFET）をメモリセルとする

強誘電体 NAND（Fe-NAND）フラッシュメモリは従

来の浮遊ゲート型 NAND フラッシュメモリと比べて約

1万倍以上の高書換え耐性、書き込み電圧が約1/3である

ことによる低消費電力性、4F2の同等の高集積性を持つ

ため、実用化されれば高機能重視のデータセンタ用

SSD の記憶媒体として期待されている。Fe-NAND の

メモリセル微細化やフラッシュメモリ動作実証の点でま

だ未検証な開発要素も多いため、我々はこれら基盤技術

の開発を行った。ゲート長 L=0.54µm の FeFET で、メ

モリウィンドウ1.0V、室温・実測3日で良好なデータ保

持特性、108回の書換え耐性を実証した他、L=0.26µm
の FeFET でメモリウィンドウ0.9V、室温・実測7日で

良好なデータ保持特性、109回の書換え耐性を実証した。

将来の Fe-NAND メモリセル高集積化に対応するため、

FeFET のゲート積層構造の側壁傾斜角を大きくするエ

ッチング条件を模索し、側壁傾斜角85°を実現した。ま

た、将来の Fe-NAND 実用化を促進する応用研究とし

て64kb Fe-NAND メモリセルアレイ回路を世界で初め

て試作し、全ブロック消去と全ビット書き込み、市松模

様状書き込みを行い、読出しに成功した。単一セル自己

昇圧法による書込みディスターブ低減の効果を実験で確

認し、Fe-NAND では書き込み時非選択ビット線電圧を

1V 以下に抑えられることを実証した。この結果は Fe-
NAND の消費電力が従来 NAND の約14%であることを

示唆する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］強誘電体メモリ 

 

［テーマ題目４］機能性酸化物を用いた界面相転移スイ

ッチングデバイスの開発 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、島 久、浅沼 周太郎 

赤穗 博司、澤 彰仁、井上 公、 

佐藤 弘、石橋 章司、寺倉 清之 

（常勤職員9名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 半導体エレクトロニクスが持続的に発展していくため

には、遷移金属酸化物など新材料の導入と、それらによ

って構成される界面を制御する技術の開発が必要不可欠

となっている。本事業では、金属／絶縁性酸化膜の界面

電子状態および強相関相転移の物性制御研究を通して、

それらを利用した不揮発性スイッチングデバイス技術の

開発を行う。より具体的には、下記の2課題を設定した。 

１、金属／遷移金属酸化物界面の電子状態制御 

２、界面における強相関相転移を利用したスイッチ機能

の開発 

年度進捗状況： 

 課題１に関して、当事業の最終年度である平成24年度

は、マンガン酸化物である CaMnO3を例にとってエピ

タキシャル歪と安定な磁気秩序をコリニア磁性の範囲で

調べた。その結果、CaMnO3では、ノンドープ状態では、

G-タイプと呼ばれる反強磁性秩序を取り、電子ドープ
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に伴い、二重交換相互作用のためノンコリニア磁性が発

現することが確認できた。また、TiO2ベーストランジ

スタの研究開発については、アニール雰囲気を希薄な低

酸素分圧雰囲気とすることによって、アニールプロセス

の信頼性を高めることができた。その結果、アニールに

よる TiOx/SiOx 界面の制御とともに、膜中の酸素量を制

御することにより、TiOx 膜をチャンネルとするトラン

ジスタを再現性良く作製することができるようになった。 

 課題2に関しては、モットトランジスタの微細素子実

現に向けて、固体ゲート絶縁膜の研究開発を行った。強

相関酸化物の金属－絶縁体転移の制御には1014cm-2以上

のキャリアをチャンネルに蓄積する必要があることから、

ゲート絶縁膜には膜厚10nm の high-k 材料 HfO2を用い、

膜厚6nm の Nd0.55Sm0.45NiO3チャンネルを持つプロト

タイプデバイスを作製した。その結果、－5V のゲート

に電圧を印加することにより、数 K であるが金属－絶

縁体相転移温度の制御に成功した。ゲート電圧の静電効

果によるキャリア蓄積により、強相関酸化物の金属‐絶

縁体転移が制御可能なことが示された。 

［分 野 名］情報通信エレクトロニクス 

［キーワード］機能性酸化物、界面相転移、第一原理計

算、スイッチ素子、極微細加工 

 

［テーマ題目５］グリーン・ナノエレクトロニクスのコ

ア技術開発 

［研究代表者］横山 直樹 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］横山 直樹、金山 敏彦、新谷 俊通、

手塚 勉、入沢 寿史、小田 穣、 
臼田 宏治、小池 正浩、上牟田 雄一、

小野 瑞城、鎌田 善己、守山 佳彦、

池田 圭司、古瀬 喜代恵、 
Jevasuwan Wipakorn、三枝 栄子、 
太田 裕之、田邊 顕人、右田 真司、

森田 行則、水林 亘、宮田 典幸、 
森 貴洋、多田 哲也、前田 辰郎、 
福田 浩一、昌原 明植、遠藤 和彦、

松川 貴、柳永 勛、大内 真一、 
畠 賢治、二葉 ドン、桜井 俊介、 
小橋 和文、Li Shisheng、 
佐藤 信太郎、原田 直樹、近藤 大雄、

佐藤 元伸、伊藤 正勝、林 賢二郎、

山口 淳一、山田 綾香、中払 周、 
中野 美尚、二瓶 瑞久、川端 章夫、

富永 淳二、Paul Fons、 
Alexander Kolobov、 
Jan Hinnerk Richter、 
小高 貴浩、添谷 進（常勤職員54名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI およびエレクトロニクス機器の消費電力を1/10－

1/100とするためのコア技術を開発するため、下記三つ

のサブテーマの研究開発を実施した。 
① 低電圧動作 CMOS：Ge ナノワイヤ pMOSFET
の特性改善を進めた結果、ゲート長45nm でオン電

流800A/ mが得られ、電流値に関する最終目標

値を達成した。世界で初めて、Ge-pMOSFET と

InGaAs-nMOSFET を積層した CMOS インバータ

ーを試作し、電源電圧1V から0.2V の範囲で正常な

伝達特性を確認した。0.2V 未満動作 CMOS を狙

った Si 系新構造 TFET を開発し、従来構造比で10

倍以上のオン電流増大の実証に成功するとともに、

TFET の SPICE 用コンパクトモデルを開発し、精

密な TFET の LSI 回路アプリケーションの探索を

可能とした。 

② ナノカーボン材料の開発と応用：グラフェン配線

層に異種分子をドーピングする技術を開発し、抵抗

値として銅に匹敵する4.8µΩcm が得られ、ほぼ最

終目標値を達成した。トランジスタ用グラフェン高

品質化を進めた結果、6,000cm2/Vs の移動度が得ら

れ年度の目標を達成した。高品質で長尺の CNT を

成長する技術を開発し、TIM 材料として熱伝導改

善効果があることを実証し企業事業部との連携を深

めた。 

③ バックエンドデバイス： SnxTe100-x/Sb2Te3超格子

相変化材料の x 値の低減によって従来材料の

1/1500の消費電力を実現、最終目標値を一年前倒し

で達成した。GeTe/Sb2Te3系超格子相変化薄膜のバ

ンド構造を第一原理計算で調べた結果、Γ点にシン

グルのディラックコーンを持つ非自明なトポロジカ

ル絶縁体であることがわかるとともに、電場による

わずかな Ge 原子の移動でディラックコーンが壊れ、

巨大磁気抵抗効果を発現させる原因になることが明

らかとなった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］CMOS、ナノカーボン、バックエンド 
デバイス、TFET、CNT（カーボンナノ

チューブ）、グラフェン、相変化、トポ

ロジカル絶縁体、巨大磁気抵抗 

 

［テーマ題目６］Flex Power FPGA チップのアーキテ

クチャ設計、回路設計、試作チップ設計、

周辺ソフトウェアの開発 

［研究代表者］小池 帆平 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］日置 雅和、小笠原 泰弘、中川 格、 

関川 敏弘、堤 利幸 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体の微細化に伴うマスクコストの上昇と半導体産

業の成熟に伴う少量多品種生産への要求の高まりととも
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に、FPGA の重要性が増している。ところが、FPGA
では、消費電力、特に漏れ電流による静的消費電力が大

きな問題となっている。そこで、XMOS トランジスタ

を用いて回路各部のきめ細かなトランジスタのしきい値

電圧調整を可能とすることで FPGA の電力消費問題を

解決し、携帯機器などへと FPGA の応用分野を広げて、

XMOS トランジスタのキラーアプリケーションを目指

すのが Flex Power FPGA である。チップ全体を多数の

しきい値制御領域に分割し、回路各部の消費電力をきめ

細かに制御可能とした、既存半導体技術を用いた Flex 
Power FPGA 試作チップと、この試作 FPGA チップの

ための回路データを生成することのできる実用レベルの

専用 CAD ソフトウェア群を開発してきており、開発さ

れた実チップの測定から、複数のベンチマーク回路での

正常動作と、最大で1/22.6に及ぶ消費電力削減効果を確

認している。また、更なる消費電力削減効果を得るため

に、しきい値制御能力がより高い SOTB トランジスタ

を用いた Flex Power FPGA 試作チップの開発も目指し

ており、そのための回路設計環境の構築も進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］FPGA、静的消費電力削減、動的しきい

値最適化 

 

［テーマ題目７］ミニマルファブ試作ラインの開発 

［研究代表者］原 史朗 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前川 仁、池田 伸一、 

クンプアン ソマワン、吉田 知也、 

長尾 昌善、行村 健、今岡 和典、 

昌原 明植、遠藤 和彦、青柳 昌宏、 

渡辺 直也、神代 暁、山森 弘毅、 

中野 禅、小木曽 久人、岡崎 祐一、 

三島 望、増井 慶次郎、清水 禎樹、 

大平 俊行、鈴木 良一、伊藤 寿浩、 

高木 秀樹、銘苅 春隆、鈴木 章夫、 

前田 龍太郎、宮下 和雄、松本 光崇、

秋永 広幸、石川 浩、鍬塚 治彦、 

金高 健二、鹿田 真一、安部 英一、 

井上 道弘（常勤職員30名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 集積回路製造工場（半導体ファブ）では、設備投資の

巨大化で採算性が悪化し新規参入が困難になり、また、

研究開発とファブの生産能力の乖離が顕著となり、死の

谷が益々大きくなりつつある。さらに、少量の需要に対

して高コスト化が顕著になり、少量生産へほとんど対応

できなくなっている課題がある。これに対して、産総研

では、IC を1個1個作るのに最適なハーフインチウェハ

を用い、かつ巨大なクリーンルームに代わる局所クリー

ン化技術を導入して、数億円の投資で半導体生産を可能

にするミニマルファブを提案している。本研究では、ミ

ニマルファブ方式で実用的な半導体生産ラインを構築で

きることを実証する。ミニマルプロセス技術の要素とな

る約10種類のプロセス装置の内、コアとなる CVD 装置、

露光装置、エッチング装置、洗浄装置、コータ・ディベ

ロッパ装置開発と、実用搬送装置開発、実用ウェハを完

成させることで、ラインとして稼働させ、基本デバイス

を試作する。また、イオン注入技術など研究開発要素の

高い要素技術については、ミニマル化へ向けて基礎技術

開発を行う。平成24年度は、昨年度開発したリソグラフ

ィ装置群を用いて、簡易デバイス試作（そのデバイス試

作でのミニマル装置化率27%）を遂行できる水準に達し

た。また、CMP やレーザ加熱炉など周辺装置群の開発

を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造、標準・計測 

［キーワード］ミニマルファブ、局所クリーン化、搬送

システム、マイクロファクトリ、デスク

トップファクトリ、アジャイルファブ、

生産技術、多品種少量、変種変量、1個

流し、オンデマンド、ミニマルマニュフ

ァクチャリング、低コスト化、小型化、

CMOS、MEMS、洗浄、エッチング、

スパッタ、塗布・現像、CVD、露光、

リソグラフィ、イオン注入、プラズマア

ッシング、マイクロプラズマ、CMP、

接合、実装、ウェハ、シリコン、ハーフ

インチ 

 

［テーマ題目８］三次元 LSI デバイス積層実装技術の研

究開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

菊地 克弥、原 史朗、菖蒲 一久、 

仲川 博、根本 俊介、井川 登 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、高品質・低コストな3次元 LSI デバイス

積層実装プロセスを量産レベルで実現することを目指し

た要素技術の開発を行っている。 

 次世代3次元 LSI 積層実装技術において、低加重・低

温条件での LSI チップ間接続技術が必要不可欠であり、

円錐・角錐形状の先鋭微細バンプを用いた接続技術が有

望である。本研究では、量産レベルの実用化に不可欠な

バンプ形状検査技術の確立を目指し、既に製品化されて

いるスタッドバンプ形状検査技術に基づき高速微細先鋭

バンプ形状検査装置をソフトワークス株式会社とともに

共同で開発する。 

 平成24年度は、斜め2方向、上面の3カメラを用いた原

理検証プロトタイプ機として設計・製作したレヴュー簡
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易検査装置について、検査プログラムの構築に際して、

必要となる検査対象として、産総研から先鋭バンプを形

成した評価試料の作製・評価（電子顕微鏡による寸法測

定を含む）を進め、評価済み試料を提供し、検査プログ

ラム構築に貢献した。また、完成した装置について、実

際の使用環境を想定した、形状測定項目、ゴミ・欠陥検

出項目、測定精度、測定操作手順などの具体的評価を進

め、検査プログラムの改良点抽出を行った 

また、0.1mm 間隔の狭隣接部品実装技術の高度化を

図り、部品内蔵基板技術に適用展開するため、回路基板

内部に部品、デバイスを直接内蔵して部品実装可能な領

域を増加させ、従来方式の部品内蔵技術より大幅に優れ

た高密度性・高性能性を確保できるとともに小型・高集

積化を実現できる実装モジュール製造技術を株式会社ア

リーナと共同して開発する。また、3次元 LSI 積層実装

技術の研究開発において重要課題である3次元積層対応

インターポーザ技術に対し、開発した部品内蔵基板技術

の適用を試みることで開発技術の応用分野開拓を進める。 

平成24年度は、開発した部品間0.1mm の狭隣接実装が

可能な部品内蔵基板技術により、0402チップコンデンサ

を高密度（1cm 領域に300個）に埋め込んだ評価 TEG
インターポーザを設計・試作し、電源インピーダンスの

測定評価を実施した。従来、製造コストの高い薄膜コン

デンサ内蔵シリコンインターポーザでのみ実現可能な広

帯域での低電源インピーダンス特性に匹敵する優れた低

電源インピーダンス特性の獲得に成功した 

 その他、LSI チップを3次元積層するために必要なバ

ンプ接続技術についての開発を行った。3次元 LSI デバ

イス積層実装技術は、LSI デバイスのシリコン基板内表

面から裏面に貫通する電極（シリコン貫通電極）を形成

したものを複数用意して、それらを微細金属バンプ接続

により縦方向に積層して高度な電子システムを実現する

技術である。微細金属バンプ接続による実装工程におけ

る課題は低温化及び低加圧化であり、これを実現するた

めに最適なバンプの形状・特性等（概ね10µm 以下のサ

イズで円錐・角錐形状）を探り出し、その評価を行い、

量産化のため高精度・高信頼性・安価に製造することの

できるバンプ製造装置とバンプ実装応用技術を株式会社

みくに工業と共同で開発する。 

 平成24年度は、微細円錐バンプ形成プロセスの高信頼

化に向けて、ナノパーティクルデポジション工程の最適

化を図り、バンプ高さのばらつき低減を試みた。その結

果、ステージ速度を最適化することで、バンプ高さのば

らつき量を目標値の±5%（3σ）以内とすることができ

た。また、アルゴンプラズマクリーニングによる円錐バ

ンプの表面清浄化により、微細バンプ接続プロセスを、

目標の200℃以下まで低温化できた。更に、バンプ接続

プロセス条件（具体的には、(1)印加荷重と(2)温度に対

する円錐バンプの変形量）のデータベースを構築した 

 さらに、3次元積層 LSI では、複数の良品 LSI チップ

をシリコン基板貫通電極と微細バンプを用いて積層させ

るため、従来の LSI に比べてシステム性能向上と消費

電力低減が可能であり、ミニマルファブ方式（小型0.5 

インチ（=10mm 角）基板と居所クリーン化技術を核と

した多品種・少量生産方式）による3次元積層 LSI/デバ

イスの開発・製造ライン構築が期待されている。本研究

では、ミニマルファブ方式での3次元積層 LSI/デバイス

製造ラインの構築に必須となるデバイス検査装置を

STK テクノロジー株式会社と共同で開発する。 

 平成24年度は、ミニマル3次元積層 LSI デバイス製造

ファブに対応したデバイス検査装置プローブ部の試作と

基本特性評価を行った。プローブ部は、(1) 50µm ピッ

チの薄膜電極つきチップ、(2) 20µm ピッチのシリコン

貫通電極つき3次元積層チップ、(3) フラッシュメモリ

チップに対応するものを試作し、歩留まり良く作製する

ことができた。また、プローブ部の基本特性評価を行っ

た結果、プローブ部と電極間の接触抵抗が小さいことを

確認できた。また、ミニマル3次元積層 LSI デバイス製

造ラインに対応したデバイス検査装置の統合化モデルの

設計及び試作を実施し、自動で検査動作できることを確

認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、検査、プローブ、微細

バンプ、ナノ粒子 

 

［テーマ題目９］多段ゲート電界放出電子源を用いたマ

イクロカラムの開発と電子線顕微鏡への

応用 

［研究代表者］長尾 昌善 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］長尾 昌善、吉田 知也、西 孝、 

神田 信子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は電子顕微鏡に利用できるような、静電レンズ

と電界放出電子源を一体形成したマイクロカラムを開発

することを目標としている。本年度は収差が従来よりも

少なくなる4段ゲートマイクロカラムの設計および試作

を行った。設計の要点は、①レンズに入射する電子のエ

ネルギーを低速にし、なおかつ、②平行ビームが得られ

るように、電子ビーム軌道解析を行い必要な構造を設計

した。産総研で独自に開発した手法（特許第5062761

号）により、設計した4段ゲートマイクロカラムを3イン

チシリコンウエハ上に試作した。試作したマイクロカラ

ムの電子放出特性を測定した結果、①レンズに入射する

エネルギーを従来よりも1/3程度の20eV に低速化するこ

とができ、②エミッタンス20mrad 程度の平行ビームを

形成できること、③集束電子ビームを得るために必須で

あるクロスオーバー（電子ビームの交差）を作ることが

できることを確認した。構造としては、概ね設計通りの

デバイスが作製できることが確認できたが、電子ビーム
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の径は40ミクロン程度であり、さらなる縮小が必要であ

ることもわかった。更にビーム径を縮小するために、新

たにウェネルト電極の検討を開始した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］静電レンズ、マイクロカラム、フィール

ドエミッタ、電子ビーム 

 

［テーマ題目10］制御ソフトウェアの高度化による産業

用超高安定度電圧標準装置の開発 

［研究代表者］鈴木 英一（情報通信・エレクトロニク

ス研究分野企画室） 

［研究担当者］神代 暁、佐々木 仁、山森 弘毅、 

金子 晋久、丸山 道隆、大崎 人士 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 絶対温度12K で動作するジョセフソン電圧発生素子

と小型機械式冷凍機による小型化・低廉化と、組込みソ

フトウエアによる操作の簡略化・自動化を図ることによ

り、国立研究所の専門家だけでなく、一般の校正業者も

扱うことのできる電圧標準器を開発する。これにより、

海外製ツェナーダイオードに席巻されている市場に、高

精度・定期校正不要・国産の二次電圧標準器の供給を目

指す。本研究における産総研の分担課題は、(1) 組込み

ソフトウエアの高度化、(2) ジョセフソン素子作製技術

の開発、(3) 装置安定性・操作性の評価である。2012年

度は、完成した直流電圧標準器を、長野県工業技術総合

センター、日本電気計器検定所、大手計測器メーカに順

次貸出し、安定度や使い勝手を評価した。(1)において、

巡回評価試験の結果に基づいて信頼性・操作性向上のた

めの改良を実施すると共に、直流-交流変換モジュール

用プログラムを新たに開発した。また、モデル検査を本

体用組込みソフトウェアに適用し、各種障害の自動検出

と復旧動作についての仕様及び設計の検証を行った。

(2)において、素子歩留の制限要因であった素子基板上

への付着パーティクル数の低減法を突き止め、動作余裕

度の広いチップの安定した作製を可能にした。また、ジ

ョセフソン素子チップの安定供給のため、完成チップに

関する抜き取り試験を行い、温度12±0.5K、マイクロ

波電力200±30mW の範囲で、約1mA 程度の電流マージ

ンを示したチップを10個以上選別し、未測定のチップに

も100個以上の良チップが存在する見通しを得た。(3)に

おいて、出力安定度の評価を行い、ジョセフソン電圧で

校正された電圧増倍回路の10V 出力が、本プロジェクト

の目標に照らして十分なノイズレベルを有することがわ

かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、計測・計

量標準 

［キーワード］組込みソフトウエア、超伝導、ジョセフ

ソン素子、電圧標準、機械式冷凍機 

 

［テーマ題目11］超伝導光子検出器の多画素化のための

広帯域・広ダイナミックレンジ読出回路 

［研究代表者］神代 暁 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］神代 暁、平山 文紀、山森 弘毅、 

福田 大治、佐藤 泰、山田 隆宏 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体検出器の30倍優れたエネルギー分解能を持ちな

がら、受光面積が2桁以上小さいゆえに応用の限られて

いた超伝導転移端検出器（TES）カロリーメータの受

光面積拡大に必要な、多画素 TES からの読出信号の極

低温下での周波数多重化技術を開発する。今年度は、昨

年度世界で初めて4-8GHz 帯全域にわたり、+/-0.02%
の周波数精度で実現した16画素分の超伝導コプレーナ線

路共振器の終端に、TES 出力の低雑音読出電流計

（SQUID）を集積化したチップの設計・作製・絶対温

度4 K での評価を行った。読出効率が SQUID インダク

タンスに強く依存すること、および本研究の SQUID は、

生体磁界計測用 SQUID に比べ1桁小さなインダクタン

ス（<10pH）を持つため、米国の先行研究で用いられた

平面ループ型ではなく、マイクロストリップ線路ベース

の鉛直ループ型 SQUID の採用により、小インダクタン

ス値の高精度な実現に成功した。読出用マイクロ波信号

の SQUID 入力回路への漏洩防止用ローパスフィルタの

チップ上への集積化により、SQUID の入力電流に対す

る共振周波数は、理論通りの周期的応答を示した。しか

し、実験的に得られた読出効率は設計値の約1/4と低く、

そのため、読出効率と読出回路出力のベースラインのゆ

らぎから計算した入力換算雑音電流は200-270pA/√Hz
と、従来型 TES 読出用 SQUID の典型値に比べ5-10倍

悪かった。今後、共振器表面の薄膜誘電体除去による共

振 Q 値の向上を目指す。また、三画素の SQUID 入力

に、1ミリ秒の時間幅の疑似パルスを1ミリ秒の時間差を

付けて各々加え、出力信号の周波数軸上での多重読出実

証に成功した。TES と読出回路との協調動作実験の準

備に関し、手持ちの断熱消磁型冷凍機クライオスタット

への装荷用要素部品（チップモジュール、極低温増幅器、

マイクロ波信号線、コネクタ）の設計と発注を完了した。

また協調動作実験に用いる TES の特性と動作パラメー

タを調べ、来年度以降、TES-SQUID 間の結合設計に

活かす。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、計測・計

量標準 

［キーワード］超伝導、ジョセフソン素子、マイクロ波、

マルチプレクス（周波数多重）、センサ、

放射線計測 

 

［テーマ題目12］ナノ Si 熱電材料の実現のための材料

設計指針の探索 
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［研究代表者］多田 哲也 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］多田 哲也、内田 紀行、森田 行則、 

前田 辰郎、Vradimir POBORCHII、
PARK Sungjin（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、一次エネルギーの約七割が廃熱として捨てられ

ている中、ゼーベック効果を利用した熱電発電技術が注

目を集めている。熱と電気の直接エネルギー変換を実現

する熱電材料の高性能化のためには、電気伝導率は高い

が熱伝導率は低いという、相反する状況を材料中に創り

出す必要がある。この状況を創出する手法の一つが、材

料のナノ組織化である。加えて、既存熱電材料は、ビス

マスやテルル等から構成されていることから、熱電発電

技術の民生分野での実用化のためには、有害元素を含ま

ない材料を開発していかなければならない。 

 本研究では、代表的な環境調和型元素であるシリコン

（Si）に着目し、多様なナノ組織構築技術と高度な Si
ナノデバイス技術を元に、ナノスケールで構造を制御し

た Si を創製し、熱電特性の高機能化を図る。 

 本年度は、ナノ結晶コンポジットへのキャリアドーピ

ングを狙い、界面制御性の高い Ni シリサイドを用いて

Si-Ni シリサイドナノコンポジット材料を作製した。Ni
シリサイドとのコンポジットの粒径は20nm 以上であっ

たが、熱伝導率は粒径から予想される10W/mK を大幅

に下回る5-6W/mK であった。Ni シリサイドは Si より

も大きな熱膨張率を持つことから、Si ナノ結晶に大き

な引っ張り応力を印加することが判明した。この応力印

加が熱伝導率の抑制要因になっている可能性がある。 

 また、予めスパッタ・ターゲットに P 又は B を混入

し、多量の P, B 原子を供給することによりドーピング

に成功し、1019-1020cm-3のキャリア密度が得られた。

これにより、これまでに報告のあった n 型ナノ結晶 Si
の室温での熱電性能指数 ZT の値0.02を大きく上回る、

0.13（n 型）、0.06（p 型）を達成することに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］熱電材料、ナノ構造、シリサイドナノ結

晶コンポジット 

 

［テーマ題目13］Ⅲ‐V 族 p チャネル MOSFET のため

の価電子帯エンジニアリングと界面双極

子制御 

［研究代表者］安田 哲二 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］宮田 典幸、前田 辰郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 微細化が物理限界を迎える CMOS 回路への高移動度

チャネル材料の導入が近年真剣に検討されているが、プ

ロセスの複雑化を避けるために、p チャネルと n チャネ

ルに同じ材料を用いた MOSFET デバイスにより

CMOS を構成することが望ましい。Ⅲ-Ⅴ族半導体を用

いた n チャネル MOSFET については良好なデバイス

特性が達成されていることから、p チャネル MOSFET
の高性能化が重要となっている。本研究は、ホール有効

質量が比較的小さなⅢ-Ⅴ族半導体を用いれば高性能の

pMOSFET を実現できる可能性があることに着目し、

価電子帯エンジニアリング、界面双極子制御、GaSb エ

ピタキシャル層高品質化、MOS 界面制御等の検討を通

じて、Ⅲ-Ⅴ族 p チャネル MOSFET の高性能化を目指

す。 

 価電子帯エンジニアリングの一つの手法として、本研

究では InGaAs のオーダリングの利用を提案しており、

本年度はオーダリングが誘起する誘電率異方性を反射率

差分光測定により評価できることを示した。界面双極子

制御に関して、GaSb 上の MOS 特性について検討し、

熱処理により界面双極子強度の変化によると考えられる

フラットバンド電圧シフトを観測した。MOCVD によ

りヘテロエピタキシャル成長した GaSb について、

AFM とホール測定により高い平坦性と電子移動度を確

認した。GaSb 上に Al2O3絶縁膜を ALD により堆積し

た MOS 界面について、特性変化を引き起こす熱処理温

度と、Sb と GaO の熱脱離する温度との間に対応があ

ることを見出した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］Ⅲ-Ⅴ族化合物半導体、MOSFET、 

バンド構造、界面制御 

 

［テーマ題目14］ウェハ接合を用いた応用技術の開発 

［研究代表者］板谷 太郎 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］板谷 太郎、前田 辰郎、石井 裕之 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 異種材料と異形の試料に対して半導体プロセスを可能

にするシリコンキャリアと呼ばれるアダプターの開発に

おいてプラズマ接合技術を利用し、その実用性を検証す

ることを最終目標とする。今年度は、キャリアインテグ

レーション（株）から供給を受けたシリコンキャリアが

実際のデバイスプロセスで使用可能であるかを検証した。

具体的には、ホール素子に関する合金化プロセスとして

用いられる RTA（Rapid Thermal Annealing）と呼ば

れるランプ加熱工程にシリコンキャリアを適用した。高

精度研削方式により製造されたシリコンキャリアおよび

反応性イオンエッチング法を用いて製造されたシリコン

キャリアに評価用の半導体素子を設置し、RTA による

短時間での昇温と降温処理を行った。このプロセスでは

半導体素子の金属電極と半導体部の界面に混晶を形成さ

せるができ、その加熱温度により接触抵抗の低減効果が

変化するための、最小の接触抵抗値を得る加熱温度の制
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御が可能であるかが評価点である。その結果、マイクロ

ホール素子においてオーミック特性が良好になる最適な

アロイ温度を見出すことができたことから、RTA プロ

セスにシリコンキャリアを用いることが可能であること

を明らかにした。 

 また、パワーデバイス用複合ウェーハの開発について、

接合・剥離剤の最適化設計と技術検証を行った。接合剤

組成物はポリイミド溶液とし、剥離剤組成物はポリイミ

ド溶液とフィラーおよび発泡剤を主成分とした。これら

に対して必要となるポリイミド樹脂溶液の高度化、発泡

剤とフィラーに関する最適化、接合・剥離温度に対する

条件域の拡大を目指した。平成22年度において観察され

た塗布時の大きな斑や塗布不良を解決するとともに、塗

布不良の原因を検討し、いずれの組成物も湿度による影

響があり、組成物が大気中の水分を吸収することにより、

溶解性の低下と、ポリイミド樹脂の析出を生じることを

明らかにした。この現象は、大気に試料が暴露される面

積が大きいほど、かつ、膜が薄いほど顕著である。また、

各組成物をウェーハ上にスピン塗布した際に、プロセス

環境における湿度の影響を受け、塗布の塗り斑となって

強く表れるか、延ばされる前に析出して、塗布不良とな

る。原因は、ポリイミド樹脂の溶媒への溶解性の低さに

因るところが大きい。この不都合点を解消するために、

組成物の最適化を行い、組成物の溶媒に対する可溶性の

向上を図った。具体的には、ガラス転移温度を210℃ほ

どに維持して接着性を確保し、溶解性の向上を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコンキャリア、ウェハ接合、ポリイ

ミド 

 

[テーマ題目15］フォトニクス・エレクトロニクス融合

システム基盤技術開発 

［研究代表者］森 雅彦、堀川 剛 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］森 雅彦、堀川 剛、青柳 昌宏、 

榊原 陽一、岡野 誠、古屋 克己、 

亀井 利浩、吉田 知也、小森 和弘、 

鈴木 基史、武井 亮平、Bui Tung、 

高橋 正志、平山 直紀、埜口 良二、 

眞子 祥子、鈴木 政雄、面田 恵美子、

小川 真一、飯島 智彦、塚原 雅宏、 

中野 栄司、佐野 作、越野 圭二、 

大塚 実、関 三好、杉山 曜宣、 

石塚 栄一、横山 信幸、山岸 雅司、 

斎藤 茂（常勤職員10名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
 将来の情報通信機器の高性能化、小型化、省電力化、

低コスト化に資することを目指し、CMOS プロセス技

術を基にしたシリコンフォトニクス光集積回路プロセス

基盤技術を構築するとともに、電子回路等の他のデバイ

ス上に3次元光回路作成が可能な、水素化アモルファス

シリコン（a-Si:H）光回路の基盤技術を開発する。 

研究計画： 

 技術研究組合光電子融合基盤技術研究所と連携し、つ

くば西事業所スーパークリーンルーム産官学連携棟

（SCR 棟）の CMOS 技術を用い、単一シリコン基板上

に、マルチチャンネルアレイレーザーダイオード、シリ

コン光変調器、ゲルマニウム受光器、シリコン細線光導

波路を集積した、光電子融合システムを作製し、マルチ

チャンネルのインターコネクト動作を実現する。また、

積層型アモルファスシリコン3次元光回路において、平

成23年度に開発した異なる層の光導波路間で信号光が移

行するデバイス構造を利用して、光導波路が立体交差す

る構造を試作する。作製プロセスフローの高度化を進め、

層間距離600nm 以上の構造の試作を行うことにより、

低クロストークの光導波路交差を実現する。 

研究進捗状況： 

 単一シリコン基板上に、マルチチャンネルアレイレー

ザーダイオード、シリコン光変調器、ゲルマニウム受光

器、シリコン細線光導波路を集積した、光電子融合シス

テムを作製し、6.6Tbps/cm2の信号伝送密度を実証した。

また、光源実装技術として100チャンネル以上の光源ア

レイを実現した。さらに、3次元光回路においては、積

層型アモルファスシリコン光回路の中で異なる層の光導

波路間で信号光が移行するデバイスを試作し、光の層間

移行を確認した。また、層間距離600nm 以上の構造の

光導波路立体交差を作成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコンフォトニクス、アモルファスシ

リコン、光源実装、細線導波路、低損失

化、光変調器、受光器、光回路、大規模

集積、立体交差光導波路、3次元光配線 

 

⑩【電子光技術研究部門】 
（Electronics and Photonics Research Institute） 

（存続期間：2011.4～） 

 
研 究部門長：原市 聡 

副研究部門長：小森 和弘 

副研究部門長：粟津 浩一 

研 究 主 幹：外岡 和彦 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、 

    つくば中央第5 

人 員：59名（59名）  

経 費：705,724千円（456,630千円） 

 

概 要： 

(1) 当部門のミッション 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(243) 

  安全・安心で持続可能な社会の実現に向けて、電

子と光の特性を最大限に活かした情報処理・通信技

術の高度化に加えて、新たな電子と光の可能性を追

求していく。具体的には、光インターコネクション

や生体情報センシングなどの電子と光が融合する領

域の新技術、量子情報処理や強相関電子系、超伝導、

有機材料など、新しい電子・光技術の応用の拡がり

を目指した理論や材料、素子の研究開発を進める。

またレーザー基盤研究に基づく新しい光加工プロセ

スや光・電子による新しい計測技術を実現するシス

テムまで、幅広い課題解決手段によるイノベーショ

ンを推進する。 

(2) 世界規模の情報共有による社会システムの急激な

変化がもたらした環境・エネルギー問題を初めとし

て、超高齢化社会の課題、社会基盤インフラ老朽化

の問題、大規模災害対策の問題等を解決して、安全

安心で持続的な人類の発展に貢献するために、電子

と光という従来は個別に発展してきた技術を統合的

に捉え、様々な21世紀型課題に対する解決の方向性

を探る。電子・光技術の新しい応用の拡がりを目指

すとともに電子と光が融合する領域の新技術につい

て研究開発を推進するために、当部門が有するコア

技術を軸に、以下の四つの重点研究課題を設定する。 
 

光情報技術 

 爆発的な増加を続ける情報通信トラフィックとこれ

に伴う電力消費の増大に対応するため、情報通信機器

内外の近距離光伝送技術を中心とした情報通信技術の

高度化を通して、グリーンイノベーションに貢献する。

特に光、電子技術を融合した次世代光インターコネク

ションの実現に向けて、光源、光機能素子、光導波路、

光集積回路技術に関する研究開発を進める。また、次

世代コヒーレント光伝送のための高機能光源と信号処

理・計測技術の開発、量子情報通信・計測技術の基盤

確立を通して、次世代情報通信の高度化とセキュリテ

ィ向上に貢献する。  

a-1) 次世代の近距離光通信（光インターコネクショ

ン）用の光源・光機能素子、光導波路回路・光増幅

器およびナノフォトニクス技術等による超小型光集

積技術を開発する。 

a-2) 光位相制御を利用したスペクトル利用効率向上

等、大容量化のための新しい光信号処理・計測技術

を開拓する。 

a-3) 量子暗号鍵配布等、光技術による量子情報通信

技術開発を推進する。 

 

省エネルギー型パワーフォトニクス 

 レーザー光源技術の研究に基づく新しい省エネルギ

ー型レーザー加工プロセスの開発を行うとともに、先

端的光技術と分野融合による新技術開拓、将来を切り

開く革新的技術の創出によってグリーンイノベーショ

ンに貢献する。 

b-1）加工プロセス用の高出力かつコンパクトな光源

開発を行うとともに、次世代プロセスや高度計測技

術への応用を目指した光ファンクションジェネレー

タの研究開発を重点的に進める。特に省エネ型レー

ザー加工プロセスについては、環境化学技術研究部

門に異動したグループとの連携研究により、引き続

き次世代の高速高品位加工プロセス開発を進める。 

 

高感度センシング 

 光計測センシングやナノ磁気イメージングといった

計測基盤技術の高度化とともに、分子イメージング等

の生活安全に向けた実用センサシステムの開発を行い、

生体組織中の機能や形態の高精度イメージングと蛋白

質高感度センシング技術の確立によりライフイノベー

ションに貢献する。 

c-1）導波モードセンシングを提案し、高感度、温度

安定、小型化可能といった特徴を生かした測定を実

現し、インフルエンザ亜種の同定、微量重金属の検

出などを実用化していく。また光ディスク型センシ

ングでは、これまでに培った光ディスク技術をウイ

ルスや病虫の検出へ適用するための研究開発を進め

ている。 

c-2）水溶液中でも消光のおこらない発光性金属錯体

の開発技術と、新規レーザー顕微鏡を用いた光計測

技術との融合によるイメージングを実現していく。

また QOL 向上のためのセンシングと位置づけて肌

の水分量モニタリング技術を開発するとともに、量

子イメージング技術を用いて生体医療光計測への展

開を図っている。 

 
新原理エレクトロニクス 

 高温超伝導や強相関酸化物、有機半導体を中心に、

シリコン半導体の限界を超えた極限的な省エネルギー

デバイス技術を探索し、グリーンイノベーションに貢

献する革新的な電子デバイスの開発を推進する。 

d-1）低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめ

ざして鉛フリー圧電体、高導電性酸化物など材料開

発、酸化物電子材料の新機能開拓、および独自実験

技術知財の製品化普及を行う。 

d-2）情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、

卓越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実

験両面からのアプローチによる高温超伝導発現機構

解明、およびそれらの知見に基づく新規超伝導応用

の提案とその実現に向けた技術開発を推進する。 

d-3）情報通信技術を活用したグリーンイノベーショ

ンの推進に必要な低環境負荷デバイスの開発を目的

に、強相関電子系の電子相制御という新動作原理に

基づく革新的な低消費電力デバイスの研究開発を行
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う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
外部資金： 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO） 
［NEDO 助成金］ 
「酸化物交流電界発光原理の探求と素子開発」 

「新型インフルエンザウイルスの高感度その場分析装置

の開発」 

 
経産省 

[戦略的基盤技術高度化支援事業] 

「光を用いた微小構造評価装置の高度化及び多機能化」 

「めっき液中添加剤の劣化に起因するめっき液性能劣化

診断用計測器の開発」 

 

総務省  

[受託（戦略的情報通信研究開発推進制度）] 

「超伝導光子検出器による量子もつれ波長多重量子暗号

通信技術に関する研究」 
 
文部科学省 

[科学研究費補助金] 

「ナノ集積体を用いたフレキシブルデバイスへの応用」 

「難育成高温超伝導体大型単結晶の作製技術開発と直接

手法による物性評価」 

「光誘導固体電気化学反応技術の確立」 

「実用化に向けたニオブ系鉛フリー圧電セラミックスの

創製」 

「圧力反応場を利用した超伝導体をはじめとする新規機

能性材料の物質設計と実験的検証」 

「有機半導体マイクロレーザーの作製と発振特性の研

究」 

「強相関遷移金属酸化物の酸素欠陥による電子物性変化

と電場制御に関する研究」 

「強相関電子系の量子シミュレーションによる高温超伝

導機構の研究」 

「多波長コヒーレント合成による高繰り返し極短光パル

ス発生の研究」 

「生分解性高分子鎖の配列制御と酵素を用いたソフトマ

ター表面の機能化」 

「フォトクロミック反応を活用した平版印刷法の開発と

有機エレクトロニクスへの展開」 

「制御された異方的超高圧力下の物理」 

「アトリットル空間における局所増幅電場の発現と超高

感度スクリーニングチップへの応用」 

「クラッディング励起システムを利用した有機光増幅器

の開発」 

「不均一超伝導体系における奇周波数電子対の研究」 

「究極のナノスクイッドの開発とデバイス展開」 

「可視域位相制御ファイバー光源を用いた実時間動的分

子構造制御」 

「エネルギー回収型リニアック放射光源用電子銃励起レ

ーザーシステムの研究」 

「InGaAs 系量子井戸におけるメゾスコピック・スピン

輸送効果の検証」 

「相変化材料のナノ秒領域における高速結晶化温度特性

の解明と多値記録への応用」 

「固有ジョセフソンフォトニックデバイスの数値的研

究：新奇テラヘルツ帯デバイスの提案」 

「静電キャリア濃度制御で切り開く新物性探索とモット

ロニクス」 

「超臨界金属における金属絶縁体転移のミューエスアー

ル法による研究」 

「光記録技術と画像認識技術の融合によるウイルスその

場検出器の開発」 

「強相関酸化物ヘテロ構造の競合性を利用した機能開

拓」 

「微小ジョセフソン接合集団における量子同期の理論」 

 

[科学研究費補助金 特別推進研究] 

「多元環境下の新しい量子物質相の研究」 

 

[科学研究費補助金 新学術領域研究] 

「高分子規則表面のバイオエッチングとソフトマター分

子群集積化への応用」 

「時間反転対称性を破る超伝導体の新奇界面現象」 

「対称性の破れた磁性体・超伝導体ナノ接合系における

量子輸送理論」 

 

[科学研究費補助金 特定領域研究] 
「幾何学的フラストレート系におけるスピン励起と格子

振動の中性子非弾性散乱研究」 

 

[科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究] 

「光記録技術と画像認識技術の融合によるウイルスその

場検出器の開発」 

「古典光を利用した量子イメージングの諸特性の解明と

その応用分野の探索」 

「原子位置分解能を有するテラヘルツ光分光」 

 

独立行政法人科学技術振興機構（JST） 

[受託（国際科学技術共同研究推進事業：戦略的国際共

同研究プログラム）] 

「鉄系超伝導体の高 Tc 化指針の確立と純良単結晶、多

結晶試料を用いた超伝導特性評価」 

 

[受託（産学イノベーション加速事業：戦略的イノベー

ション創出推進）] 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(245) 

「テラバイト時代に向けたポリマーによる三次元ベクト

ル波メモリ技術の実用化研究」 

 

[受託（研究成果最適展開支援プログラム）] 

「インライン型極低濃度重金属汚染検出器の開発」 

 

[受託（先端計測分析技術・機器開発プログラム）] 

「救急および災害現場で用いるポータブル血液検査装置

の開発」 

 

[受託（復興促進プログラム）] 

「集光加熱法による局所的なアスベスト壁面高温処理の

ための位置制御技術開発」 

 

公益財団法人光科学技術研究振興財団 平成23年度研究

助成 

「実験系に即した量子状態推定技術の確立」 

 

一般財団法人キヤノン財団 [受託] 

「近赤外分光法に基づく顕微領域の温度・水分同時イメ

ージング法の開発」 

「光で溶ける有機材料－再生可能な感光性有機材料の基

盤技術の創出」 

 

財団法人三菱財団 [受託] 

「室温マルチフェロイクスにおける強誘電ドメイン・磁

気ドメインの協調スイッチング」 

 

財団法人池谷科学技術振興財団 [受託] 

「光によって固体から液体へ相転移する化合物のフォト

リソグラフィー材料への応用」 

 

発 表：誌上発表164件、口頭発表318件、その他44件 

------------------------------------------------------------------------- 
情報通信フォトニクスグループ 

（Information Photonics Group） 
研究グループ長：土田 英実 

（つくば中央第2） 

概 要： 
・目的：情報通信ネットワークの大容量化・高度化に

資すること目的として、光信号処理・計測技術、量

子通信技術に関して、サブシステム化まで視野に入

れた研究開発を行う。 
・意義、当該分野での位置づけ：コヒーレント光伝送

による通信ネットワークの大容量化・高機能化、お

よび量子力学的効果の利用による通信のセキュリテ

ィ向上に寄与する。 
・国際的な研究レベル：マルチキャリア光発生などの

光信号処理技術や、コヒーレント伝送用光源評価技

術に関して、独自性と優位性を有している。光通信

波長帯における光子検出、および量子もつれ状態の

発生・検出・伝送に関して、世界最高水準の技術を

保有している。 
研究テーマ：テーマ題目（a-2）、テーマ題目（a-3） 

 

ナノフォトニクスデバイスグループ 

（Nanophotonic Devices Group） 
研究グループ長 小森 和弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的： 次世代の省エネルギー・大容量光情報通信、

特に光インターコネクション用の光・電子融合デバ

イスおよび光電子集積技術、光計測・制御技術を開

発することを目的としている。新材料として、化合

物半導体ナノ材料および有機・ポリマー材料を念頭

に置き、半導体量子ナノ構造・ナノ光構造を用いた

次世代光デバイス、光電子集積技術、有機・ポリマ

ー材料を用いた微小光源＆光増幅器、光導波路回路

の研究開発、精密計測技術および応用技術の開発を

行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：次世代の光・電子融

合デバイス、光電子集積技術を開発し、光情報通信

システムに応用することで、通信ネットワーク・機

器内インターコネクションの大容量化・省エネルギ

ー化・高機能化、及び産業競争力強化に資する。 

・国際的な研究レベル：ナノ材料・デバイス技術、有

機ポリマー材料・デバイス技術、精密計測技術を用

いて、量子ドット光源、フォトニック結晶デバイス、

有機半導体レーザ、ポリマー光増幅器の研究を展開

し、世界最高レベルの成果を得ている。 

研究テーマ：テーマ題目（a-1） 

 

超短パルスレーザーグループ 

（Ultrafast Lasers Group） 
研究グループ長：鳥塚 健二 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：パルス光波合成等の新技術を開発し、未踏

領域の光パルス発生、制御、応用を開拓すること

で、超高速技術を先導する。 

・意義、当該分野での位置づけ：超短光パルスを利

用した加工や物質プロセス制御、計測に資する技

術である。主な研究内容は、(1)レーザー加工を

通じた省エネルギー製造への貢献をめざした、超

短パルスレーザーの高効率・高出力化、パルス圧

縮、増幅技術の開発、(2)環境化学技術研究部門

の研究グループと連携した超短パルスレーザー加

工プロセスの研究、 及び(3)パルス光を電界波形

のレベルで制御することで未踏時間分解の計測や

光波合成を実現する、多波長光の精密タイミング
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制御と光波位相（キャリアエンベロープ位相; 

CEP）制御の技術。 

・国際的な研究レベル：超短光パルスレーザーに関

するトップグループの一つ。特に、異波長パルス

光間の位相制御及びタイミング制御は当所が先導

して開拓してきた技術で、世界最高の時間精度を

有する。また、パルス内光波位相（CEP）制御

光の増幅を、再生増幅器と回折格子ストレッチャ

ーを組合せた高出力化が可能な方式で実現した。

本年は、高平均出力の Yb ドープ超短パルス固体

レーザーについて重点的に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目２（b-1） 

 

光画像計測グループ 

（Advanced Optical Imaging Group） 
研究グループ長：白井 智宏 

（つくば東） 

概 要： 

・目的：生体組織中の機能や形態を高精度でイメー

ジングする技術の確立を通してライフイノベーシ

ョンに貢献し、最終的には人々の QOL の向上に

資する光技術の創出を目標とする。 

・研究手段：生体組織中の細胞機能イメージング技

術に関連する研究を重点テーマとして、各種要素

技術の研究開発を実施すると共に、プロジェクト

化に向けた研究体制の構築を図る。 

・方法論：要素技術として、高精度で高速な位相イ

メージングを実現するためのデジタルホログラフ

ィック顕微鏡の構築、生体の機能情報として代謝

情報を抽出する技術の開発、生体計測分野への相

関イメージング技術の応用可能性についての検討

を実施する。さらに、「テーラード分子による生

体情報イメージング技術に関する研究」の一環と

して、高感度かつ高分解の蛍光検出を行うために

レーザー顕微鏡を独自に設計・構築し、マーキン

グされた細菌等を高精度で計測する技術の開発を

実施する。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-2) 

 

分子フォトニクスデバイスグループ 

（Molecular Photonics Devices Group） 
研究グループ長：金里 雅敏 

（つくば中央第4） 

概要：  

・目的：独自に設計・合成した刺激応答性有機分子

や金属錯体及びその集合体の光学特性等を最大限

に活かし、生体情報イメージング技術の開発や分

子デバイスの創製及び実用化を目指す。 

・意義、当該分野での位置づけ：刺激応答性有機分

子や発光性金属錯体を機能性材料として捉えるこ

とにより、新たなデバイス化技術を開発して、ラ

イフサイエンス、ナノテクノロジー分野における

新産業創出に貢献する。 

・国際的な研究レベル：刺激応答性機有機分子や発

光性金属錯体を用いて創製した自己組織化膜や波

長変換物質は、国内外における成果発表により、

新たなデバイスを創製するための基盤材料として、

国際的にも高く評価されている。生体情報のイメ

ージング技術開発、高感度なバイオチップや有機

発光素子の開発に向けて、国内外の大学や企業と

の共同研究にも積極的に取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-2） 

 

メゾ構造制御グループ 

（Mesoscopic System Group） 
研究グループ長：阿澄 玲子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

・目的：各種材料（有機・無機・微粒子など）の精

密な構造制御や集積化に起因する機能発現を軸に、

センシングデバイスをはじめとした高感度・簡

易・軽量な光／電子デバイスの開発およびそれに

付随する計測評価技術の開発を行う。 

・研究手段、方法論：導波モード、表面プラズモン

モードを用いたセンシングシステムにおけるさら

なる高感度化と装置の小型化を目指し、当グルー

プの保有技術である微細加工技術や材料の自己組

織化技術を駆使して標的化合物の吸着部・感度増

幅部の構造の最適化を行っている。また、有機合

成や薄膜作製技術・印刷技術を用いて、塗布製膜

などの簡便な方法での電子・光デバイスの作製技

術の開発を行っている。今年度は特に、局在プラ

ズモンを利用したセンシングシステムの小型化と

無線での操作システム構築を行った。また、ディ

スク状のセンシング部を有する新規センシング・

イメージングシステムの構築に着手した。 

研究テーマ：テーマ題目３（c-1） 

 

超伝導エレクトロニクスグループ 

（Superconducting Electronics Group） 
研究グループ長：永崎 洋 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・目的：情報通信・エレクトロニクス技術の革新に

むけた、新奇超伝導材料の物質開発、理論・実験

両面からのアプローチによる高温超伝導機構解明、

およびそれらの知見に基づく新機能超伝導デバイ

スの提案と技術開発を推進し、超伝導研究におけ

るフロンティアを開拓する。 

・研究手段、方法論：高圧合成法をはじめとする先
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進的物質合成手法と理論予測、更には高圧下物性

測定を組み合わせることにより、より高い性能を

有する超伝導体、従来にない性質を示す超伝導体

の開発を行う。また、高品質単結晶試料を用いた

系統的物性評価を通して、銅酸化物、鉄ヒ素系に

代表される高温超伝導体の超伝導発現機構を明ら

かにする。得られた知見を元に、同物質群を対象

とした電子デバイス・線材プロトタイプを試作し、

超伝導エレクトロニクス開発への指針を確立する。 

研究テーマ：テーマ題目４（d-2） 

 

酸化物デバイスグループ 

（Oxide Electronics Group） 
研究グループ長：相浦 義弘 

（つくば中央第2） 

概 要： 

・研究目的：低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤

確立をめざして鉛フリー圧電体、高導電性酸化物

など材料開発、酸化物電子材料の新機能開拓、お

よび独自実験技術知財の製品化普及を行う。 

・研究手段：薄膜接合形成にはレーザーアブレーシ

ョン法等を、物質開発における単結晶育成にはフ

ローティングゾーン法、物性発現機構の解析には

角度分解光電子分光法をはじめとする研究手段を

用いた。 

・方法論：（Na,K）NbO3（NKN）を母材とし正

方晶／菱面晶相境界（MPB）を形成することに

よって従前の鉛系 PZT に匹敵する圧電特性を実

現した鉛フリー圧電体において、微量元素添加に

よる局所構造及び強誘電ドメインの制御を行い、

微量の Mn、Ce の添加が圧電特性の特性向上に

対する有効性を調べる。また NKN および産総研

が開発した（Na,K）NbO3-BaZrO3-（Bi,Li）
TiO3についてエピタキシャル成長に加え、スパ

ッタリングによる高配向膜の開発を行う。ペロブ

スカイト型酸化物薄膜電界発光（EL）の開発を

継続し、（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を発光層とした二

重絶縁構造をもつ EL 素子において低電圧駆動に

よる赤色発光の高輝度化を進める。角度分解光電

子分光法を用いて、層状酸化物の電子構造に対す

る電子相関効果の定量評価を試みる。また、双回

転楕円体面鏡型光学系 STAR GEM、小型単結晶

育成装置 iAce、極低温超高真空用多軸非磁性マ

ニピュレータ iGONIO-LT、超高真空マイクロプ

ローバ iMPC 等の実験技術知財の高度化、製品

化普及を進める。 

研究テーマ：テーマ題目４（d-1） 

 

強相関エレクトロニクスグループ 

（Correlated Electronics Group） 

研究グループ長：澤 彰仁 

（つくば中央第4） 

概 要： 

・目的：新しい電子デバイス動作原理である強相関

電子系の電子相制御技術の開発と、それに基づく

不揮発性メモリや低消費電力スイッチなど低環境

負荷の革新的デバイス技術の開発を行う。 

・意義、当該分野での位置づけ：原理的にサイズ効

果のない強相関電子系の電子相転移を外場により

制御する技術を確立し、半導体デバイスのスケー

リング限界を超えた領域で動作する低消費電力ス

イッチ、メモリ等を開発することで、情報通信技

術を活用したグリーンイノベーションに貢献する。 

・国際的な研究レベル：強相関酸化物など金属酸化

物の大型・良質単結晶を作製可能なレーザー加熱

単結晶作製技術、金属酸化物デバイス開発に不可

欠な最先端の計測解析技術と微細加工技術・設備

を有している。 

研究テーマ：テーマ題目４（d-3） 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光情報技術 

［研究代表者］小森 和弘（副研究部門長） 

［研究担当者］小森 和弘、土田 英実 他 

（常勤職員9名、他10名） 

［研 究 目 的］ 

a-1）ナノフォトニクス技術による超小型光素子・光集

積回路開発 

 次世代の省エネルギー・大容量光情報通信、特に光

インターコネクション用の光・電子融合デバイスおよ

び光電子集積技術、光計測・制御技術を開発すること

を目的とし、高品質な半導体ナノ材料・ナノ光構造の

作製技術、および有機・ポリマー材料技術を基に、次

世代の光源・光増幅素子、光スイッチ・光機能素子等

の光デバイス及び光電子集積化のための、プロトタイ

プの試作、実証を行う。 

 平成24年度は、次世代の光源素子に関して、ポリマ

ー回路基板上1.3µm 帯量子ドット面出射レーザーを

実現し、レーザー発熱特性を明らかにした。半導体光

集積技術に関して、多波長光源チップの基本設計・試

作を行い、基本的な伝播特性評価を行った。ポリマー

光集積技術に関して、高密度ポリマー光配線の構造設

計の指針を決め、ポリマー回路上 Cu マイクロミラー

を実現した。有機材料を用いた微小光源に関しては、

有機半導体レーザー作製プロセスでの劣化の少ない加

工条件を得て、有機結晶 pn 接合膜からなる有機 EL
素子の大幅な低抵抗化に成功した。また、光増幅能を

有するポリマー光導波路に関して、反転分布が可能な

有機結晶を効率よく形成できる手法や条件を確立した。 

a-2）次世代コヒーレント伝送のための光信号処理・計

測技術の開発 
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 実用化を迎えたコヒーレント伝送の更なる大容量化、

高度化に資する光信号処理・計測技術の研究開発を進

める。平成24年度は、次世代の400Gbit/s 伝送システ

ムに必須となるマルチキャリア光源の開発、及び伝送

におけるコヒーレント光信号のスペクトル純度劣化の

評価を行った。マルチキャリア光源の構成要素である

マイクロリング共振器の特性を高精度評価する技術と

して、インコヒーレント光を用いたヘテロダイン干渉

計測技術を開発し、10kHz 以下の分解能を実現した。

また、光伝送路に配置された光増幅器から発生する自

然放出光に起因する非線形位相雑音を定量的に測定し、

光の偏波状態と伝送路の分散を考慮した理論計算とよ

く一致することを示した。 

a-3）量子暗号・情報通信技術の高度化 
 情報通信のセキュリティ向上に資するため、光通信

波長帯における量子もつれ発生・制御技術、及び波長

多重量子暗号通信技術の開発を行う。平成24年度は、

高量子効率の単一光子検出の実現に向け、超伝導転移

センサによる光子検出器のアレイ化を行った。広帯域

多心配線と広帯域電圧増幅器を試作し、16素子からな

る単一光子検出器の実装を行った。検出器の低雑音化

と広帯域化を実現するため、線路抵抗に起因する熱雑

音を除去し、センサと電圧増幅器の近接配置により、

バイアスループの寄生インダクタンスを低減した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光インターコネクション、フォトニック

結晶、ナノ構造デバイス、量子ドット、

有機レーザー、ポリマー光導波路、ポリ

マー光増幅器、コヒーレント光信号処理、

光変調フォーマット変換、光信号波形計

測、量子もつれ光子対、光子検出、量子

暗号通信 

 

［テーマ題目２］省エネルギー型パワーフォトニクス 

［研究代表者］鳥塚 健二 

（超短パルスレーザーグループ長） 

［研究担当者］鳥塚 健二、新納 弘之（兼務） 他 

（常勤職員10名、他4名） 

［研 究 目 的］ 
b-1）レーザー基盤および省エネルギー型レーザー加工 

 加工プロセス用の高出力かつコンパクトな光源開発

を行うとともに、次世代プロセスや高度計測技術への

応用を目指した光ファンクションジェネレータの研究

開発を重点的に進める。 

 平成24年度には、 
  可変繰返しの Yb ファイバー超短パルスレーザー装

置を開発し、パルス幅200fs、マイクロジュールの増

幅パルス発生に成功した。これを用いて、環境化学技

術研究部門レーザー化学プロセスグループと協力して

薄膜のスクライブ加工を行い、加工形状等から高出力

の Yb レーザーによるフェムト秒非熱加工を確認する

ことができた。また、炭素繊維強化複合材料の高品

位・高速レーザー加工技術に関して、高出力レーザー

装置の照射光学系等に係わる技術協力を行った。光フ

ァンクションジェネレータの研究については。異波長

同時増幅技術の高度化をすすめ、波長1275nm で0.13

マイクロジュールのパラメトリック増幅に成功して、

850nm 及び637nm と合わせての3波長増幅を実現した。

また相関測定法により、いずれのパルス幅も270fs 以

下に再圧縮できたことを確認した。さらに、波長

850nm のパルスを対象にキャリアエンベロープ位相

制御の高精度評価技術を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超短パルスレーザー、高品位・高速レー

ザー加工 

 

［テーマ題目３］高感度センシング 

［研究代表者］粟津 浩一（副研究部門長） 

［研究担当者］粟津 浩一、金里 雅敏、阿澄 玲子、 

白井 智宏 他（常勤職員17名、他9

名） 

［研 究 目 的］ 

 衣食住や環境の安全が必ずしも保障されていないとか、

危険が潜んでいたもそれが潜在化していて目に見えない

といった社会課題を抱えている。あるいは、増続ける医

療費を削減させるためには、病気になる前に健康状態を

モニターしておくことが重要である。そこで新たなセン

シング技術を開発し、これまでに見えなかった危険、有

害物質、日々の健康状態などをセンシングする技術が求

められている。例えば、今後特にアジアで水が不足する

と言われており、既に汚水等を再生して飲料水にする技

術も開発されている。同時にそのような水の安全性には

問題もあると指摘されている。国内においても水源付近

の農場やゴルフ場に散布される農薬、牧場から水源へと

流出する汚水、アオコの発生など水源の安全を脅かす事

例も多々発生している。個人がこれから食しようとする

食物においても、残留農薬、微量重金属といった有害物

質をその場で見ることは不可能であるが、実際に規制値

よりも高い濃度の有害物質が検出されることがあること

はよく知られている。また鳥インフルエンザが発生した

場合、H7N9型では動物での発熱などの症状はでないが、

人に感染した場合、人には免疫がないために重篤な状態

に陥ることが指摘されている。 

 センシング3研究グループは、無機材料、有機材料、

酸化物材料などの材料研究、あるいは補償光学、近接場

光学、ナノフォトニクスと研究をこれまで行ってきた。

これらの知見をもとに、社会の要請の強い安心安全な社

会の基盤となるセンシングという一つの目標に向かって

研究を集中化させている。これまでの学問分野を融合さ

せ、互いに連携させることで新概念を発見し、産総研オ
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リジナル技術として強い特許を取得し、あるいはノウハ

ウ化させるという知財戦略をとっていく。その後極めて

短期間で応用研究へとフェーズを切り替えて、実用化を

目指す研究を行っている。 

c-1）メゾ構造制御によるセンシング技術に関する研究 

 メゾ構造制御研究グループでは検体や利用状況に応

じた様々なセンシングシステムの開発を行っている。

局在プラズモンセンシングに関しては、センシングの

高精度化、センサの小型化に取り組み、H24年度には

手のひらサイズの小型センサーのスマートメディアに

よる操作システムを開発した。また、オリジナル技術

である導波モードセンシングでも、高感度、温度安定、

小型化可能といった特徴を生かして、ELISA, SPR, 
イムノクロマトグラフィーなどの競合する他のセンシ

ング手法では達成できない測定を実現してきた。これ

まで達成したインフルエンザ亜種の同定などに加え、

H24年度は微量重金属の検出感度の向上などに取り組

んだ。光ディスク型センシングでは、これまでに培っ

た光ディスク技術を利用したウイルスの検出に成功し、

菌の検出にも目途が立ってきている。さらに所内情報

技術研究部門画像認識技術グループとも連携を行ない、

情報科学とも融合させた新原理センシング開発を開始

した。 

c-2）テーラード分子による生体情報イメージング技術

に関する研究 

 分子フォトニクスデバイスグループは光画像計測グ

ループと連携し、テーラード分子による生体情報イメ

ージング技術に関する研究を行った。平成24年度に開

発した、水溶液中でも消光が起こらない発光性金属錯

体は、544nm にピークを有する緑色発光を示し、励

起波長と発光波長との差が200nm 程度であることか

ら、生体試料中の蛍光成分との差別化が可能となった。

金属錯体を実際に生体成分に作用させた結果、金属錯

体由来の緑色発光を観察することができた。また1ms
程度の発光寿命を有しており、時間分解による生体試

料中の蛍光成分との差別化について検証することがで

きた。 

 センシング技術では、技術的に優れていることが

de fact standard になるとは限らないので、国際標準

化戦略お念頭に置きながら研究を進めていくことが重

要となる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス  

［キーワード］センシング、安全安心、光計測、QOL 
 

［テーマ題目４］新原理エレクトロニクス 

［研究代表者］柏谷 聡（主任研究員） 

［研究担当者］相浦義弘、永崎 洋、澤 彰仁 他 

（常勤職員27名、他6名） 

［研 究 目 的］ 
 高温超伝導や強相関酸化物、有機半導体を中心に、新

しい機能性材料の研究を行う。シリコン半導体の限界を

超えた極限的な省エネルギーデバイス技術を探索し、グ

リーンイノベーションに貢献する革新的な電子デバイス

の開発を推進する。主な研究課題は下記の通りである。 

d-1）低環境負荷酸化物デバイスの開発および機能性酸

化物電子材料の新機能開拓 

 低環境負荷酸化物デバイス技術の基盤確立をめざし

て、透明酸化物半導体の薄膜、接合を形成する技術の

開発と共に、鉛フリー圧電体、高導電性酸化物などの

材料開発を行う。加えて、酸化物電子材料の新しい機

能開拓をめざして、物性発現機構の微視的解明を進め

る。また、独自実験技術知財の製品化普及を行う。 
平成24年度は下記のような成果が得られた。 

・鉛フリー圧電材料の実用化に向けた特性向上を進め、

（Na,K）NbO3を母材とする鉛フリー圧電セラミ

ックスにおいて、微量元素添加による圧電特性の振

る舞いが鉛系と類似していることを明らかにした。

また（Na,K）NbO3の単結晶基板上へのエピタキ

シャル成長および Si 基板上への c 軸配向成長に成

功した。 

・ペロブスカイト無機 EL 技術の開発を継続し

（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を発光層とした二重絶縁構

造をもつ EL 素子において低電圧駆動による赤色発

光の高輝度化を行った。 

・超高真空マイクロプローバ iMPC の出荷台数が100

台を超えた。 

d-2）先進機能超伝導材料の開発と新規超伝導応用の開

拓 

 情報通信・エレクトロニクス技術の革新にむけ、卓

越した機能を有する超伝導材料の開発、理論・実験両

面からのアプローチによる高温超伝導発現機構解明、

およびそれらの知見に基づく新規超伝導応用の提案と

その実現に向けた技術開発を推進する。 
 平成24年度は下記のような成果が得られた。 
・線材開発：パウダーインチューブ法を用いた（Ba, 

K）Fe2As2の線材開発を行い、作製プロセスの最適

化により臨界電流密度 Jc＝20000A/cm2を達成した。 

・物質開発：ペロブスカイトブロック層を含む新鉄系

超伝導体 Ca4Al2O6Fe2As2（超伝導転移温度:Tc＝

28K ）と Ca4Al2O6Fe2P2（ Tc ＝ 17K ）の固溶体

Ca4Al2O6Fe2 (As1-xPx)2の合成に成功し、組成領域

0.5<x<1.0で超伝導が消失することを発見した。こ

の結果を元に、従来の鉄系超伝導とは異なる新しい

電子相図を得た。また、AlB2型結晶構造をとる物

質の探索を行い、新超伝導体 Sr(Cu0.15Si0.85)2 (Tc

～3.5K)ならびに Ca(Ni0.15Si0.85)2 (Tc～2.3K)を発

見した。また、α-ThSi2型結晶構造構造をとる

Sr(Si,Ge)2において同価数置換での結晶構造制御に

より、Tc～5K へと向上させた。 

・超伝導理論：AuSb、LaNiGa2等の新奇超伝導体に
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対して第一原理計算を行い、バンド構造を決定した。

ハバードモデルに対して量子モンテカルロ法により

超伝導相関関数を計算し、超伝導が存在する領域が

あることを示した。価数スキップの新しいゆらぎ理

論を提案した。 

・超伝導デバイス：超伝導体・磁性体接合デバイスの

電子・熱輸送シミュレータを開発し、固体冷凍機と

しての有効性を確認した。また、超伝導ストリップ

光子検出器の基本動作を再現するシミュレーション

を行い、光子エネルギーやバイアス電流の効果につ

いて考察した。 

・圧力下物性測定：水銀系銅酸化物高温超伝導体の一

つである Hg-1223において、15万気圧の圧力下で、

史上最も高い Tc＝153K（零下約120度）においてゼ

ロ抵抗状態を観測することに成功した。 

d-3）強相関材料を用いた電界効果素子および不揮発性

メモリの開発 

 情報通信技術を活用したグリーンイノベーションの

推進に必要な低環境負荷デバイスの開発を目的に、強

相関電子系の電子相制御という新動作原理に基づく革

新的な低消費電力デバイスの研究開発を行う。 

  平成24年度は下記のような成果が得られた。 

・室温以上で金属－絶縁体クロスオーバーを示す Co
酸化物 SmCoO3をチャンネルとする電気二重層ト

ランジスタを開発し、室温で2桁以上の電気抵抗変

調に成功し、室温で動作するモットトランジスタの

開発に必要な要素技術の一つを確立した。 

・強誘電体を用いた新原理強誘電抵抗変化メモリにつ

いて、強誘電体層を数ナノメートルまで薄くしたメ

モリ素子を試作し、スイッチング電圧1V 以下の動

作を確認した。これにより、低消費電力メモリの開

発に必要な要素技術の一つを確立した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］酸化物エレクトロニクス、超伝導、強相

関エレクトロニクス 

 

⑪【セキュアシステム研究部門】 

（Research Institute for Secure Systems） 

（存続期間：2012.4.1～） 

研 究部門長：松井 俊浩 

副研究部門長：寳木 和夫 

 

所在地：つくば中央第2、関西センター尼崎支所 

人 員：34名（34名） 

経 費：380,004千円(227,636千円) 

 

概 要： 

 セキュアシステム研究部門は、主に、前年度までに

終了したシステム検証研究センターと情報セキュリテ

ィ研究センターの成果を承継する研究部門として、

2012年度に発足した。さまざまな機器、ビジネス、や

り方、仕組みが IT 化、サイバー化される社会は、コ

ンピュータやプログラムで制御されるが故の脆弱性が

残っている。システムが複雑化するために、設計、実

装、テスト、保守が困難となり、システムの信頼性が

低下するシステムディペンダビリティの問題解決と、

システムや通信に秘匿される重要情報を窃取したり、

IT で動作するシステムを誤動作させることを狙った

犯罪行為に対するサイバーセキュリティ向上のための

技術開発をミッションとする。また、これら技術や制

度の標準化、規格化への貢献も重要な任務である。デ

ィペンダビリティ、セキュリティ技術は、低い確率で

しか発生しない事象への備えであるため、技術の効果

を体感することが難しい。規格化することによって技

術を可視化し、製品やサービスへの組み込みを促すこ

とが可能になる。 

 これらのミッションの実現のために、問題を出口指

向の4つに分解し、5つの研究グループで研究を実施す

る。 

●IT サービスのセキュリティ 

インターネットでのショッピングや SNS など、ま

たスマートフォンでの各種のアプリの利用などに潜

む脆弱性、危険性への対策技術の開発、また政府の

委員会等でのこれらのサービスの利用ガイドライン

の制定への貢献。Web ブラウザをサーバーに接続

してサービスを受ける場合、偽のサーバーが本物の

サーバーになりすまして、利用者からクレジット番

号やパスワードを詐取する詐欺が起こりうる。これ

に対抗するために、通常のサーバーがユーザーを認

証するのとは逆に、ユーザーがサーバーを認証する

仕組みを実現した HTTP 相互認証プロトコルの国

際規格化に取り組む。 

●制御システムセキュリティ 

サイバー攻撃は、家庭やオフィスの PC を対象にし

たものから、エネルギー、交通、金融、工場などの

重要インフラの制御システムへの標的型攻撃に移っ

てきている。技術研究組合システム制御セキュリテ

ィセンター（CSSC）に参加して、制御システムの

高セキュア化の技術開発を行う。 

クレジットカードなどの IC カードを誤動作させる

ようなハードウェアへのサイドチャネル攻撃に対抗

するため、標準的なサイドチャネル攻撃評価ボード

を開発、頒布してきた。この活動をより広い範囲で

活用するための普及促進策と、より微細化が進む半

導体プロセスでのサイドチャネル攻撃耐性評価技術

の開発を行う。 

●ディペンダブルシステム 

関西センターとつくばとの2拠点で、前者が主にシ

ステムの設計とテスト段階の高信頼化、後者が仕様

の実装段階での高信頼化に取り組む。 
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高信頼システムは、どういうシステムを作るかとい

う要求仕様を矛盾なく設計仕様にまとめ、それを矛

盾のない実装に落とし、その実装が元々の仕様書が

規定する機能を正しく実現していることをテストす

ることで達成される。この無矛盾性を確保するため

に、仕様を論理的に記述して自動定理証明を適用し

たり、設計から導出されるモデルが、仕様を満足す

るかを検証するモデル検査を実施する。プログラム

の 振 る 舞 い を グ ラ フ と し て 記 述 す る CSP
（communicating sequential process）法をより使

いやすくするためのツールの開発や、仕様から網羅

的なテストを自動的に生成する FOT（ feature 
oriented test）法などの研究を進める。また、企業

との共同研究を通じて、これらの技術の実証を行う。

また組込適塾などの人材育成プログラムにも貢献す

る。 

●次世代セキュリティ 

セキュリティ技術の多くは、暗号に基礎をおいてい

る。暗号は、秘密通信だけでなく、認証などの情報

の真正性の証明、著作権の保護などにも利用される。

計算機の性能が向上するにつれて、現在実用されて

いる暗号の解読が容易になるため、新たな暗号の案

出やその評価は、将来の IT 社会の保全のために継

続的に必要である。現在広く使われている暗号の中

には、その安全性の証明が不十分であったり、破綻

が近いことが予見されているものがある。安全性の

証明には、数学的素養が必要であるのに対し、暗号

の応用が加速しているため、不完全な暗号が広がる

危険性が増している。より機械的な方法で安全性を

証明する方法を研究する。インターネットやクラウ

ドが普及するにつれて、暗号は、一対一の通信では

なく、一対多や、多対多、また時間的に機能が変化

する応用が出つつある。このような状況に対応する

関数型暗号や代理再暗号化技術を研究する。クラウ

ド等に委託したデータをクラウド業者等に盗み見ら

れることなく情報処理を行う方法の一つとして、デ

ータベースの情報を暗号化されたまま検索する技術

を研究する。 

---------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

暗号モジュールの安全性評価国際標準化および制度運用

に向けた評価プラットフォーム開発 

 

データベースの秘匿検索技術の開発 

 

外部資金： 

独立行政法人科学技術振興機構「サイドチャネル攻撃へ

の安全性評価手法の確立および PUF デバイスの実装・

評価とセキュリティシステムへの応用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「電力・電磁波解析攻撃

向け評価プラットフォームの開発」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「RFID とセンサネット

ワーク向け暗号基礎技術とそれを用いた構成要素の設計

および安全性評価」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「テスト技法 FOT の大

規模システムへの適用可能性の検証」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「利用者指向ディペンダ

ビリティの研究」 

 

独立行政法人情報通信研究機構「通信プロトコルとその

実装の安全性評価に関する研究開発 副題：形式手法に

よるプロトコル実装の検証技術と形式仕様に基づく網羅

的ブラックボックス検査技術の開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「組込

みソフトウェアの安全な構築のための C 言語のモデル

とその形式検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「完全

準同型ファンクショナル暗号の実現に向けた挑戦的研

究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「より

よい効率性と厳密な安全性証明を有する新しいパスワー

ド認証方式に関する研究開発」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「有用

な付加機能をもつ電子認証技術に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「問題

ある平文の暗号化を不可能とする暗号方式の実現に関す

る研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金「クラ

ウドコンピューティング環境でも高い安全性･信頼性を

持つ公開鍵暗号技術の研究」 

 

発 表：誌上発表90件、口頭発表162件、その他34件 

---------------------------------------------------------------------------- 
セキュアサービス研究グループ 

（Secure Services Research Group） 
研究グループ長：渡邊 創 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 インターネット上で拡大が続くサービスや､そのク

ラウド化におけるセキュリティ､プライバシ侵害､信頼
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性への対策法を研究する｡インターネットやクラウド

サービスに組み込まれるセキュリティ手法やソフトウ

ェアモジュールの安全性の評価を行い、改善を図る。

これら IT サービスは､通信によって相互接続される

ので､制度や新サービスの技術基準や標準的手法を提

案し､システムとしての安全性と利便性の向上に貢献

する。より広く IT 社会の安全性を向上させるため､

電子情報システムにおける暗号の利用法や、携帯アプ

リにおけるプライバシ情報の扱い方に関するガイドラ

インの策定を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

制御システムセキュリティ研究グループ 

（Control System Security Research Group） 
研究グループ長：古原 和邦 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 特定の組織やシステムを標的とし高度に仕組まれた

サイバー攻撃は、産業と社会を揺るがす激甚化した脅

威になりつつある。制御システムセキュリティ研究グ

ループの目的は、システムの可用性や既存システムへ

の親和性などをも考慮しながら、重要インフラのセキ

ュリティ強化に貢献することにある。この目的を達成

するために、技術研究組合制御システムセキュリティ

セ ン タ ー （ CSSC: Control System Security 
Center）や電子商取引安全技術研究組合（ECSEC: 
Electronic Commerce Security Technology Research 
Association）などの外部組織とも連携しながら、現

場における制約や要求、また、最新の攻撃手法などを

正確に把握し、それらに応じた実効性のある対応策に

ついて研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３ 

 

システムライフサイクル研究グループ 

（System Life-Cycle Research Group） 
研究グループ長：大崎 人士 

（関西センター尼崎支所） 

概 要：  

 ソフトウェアがいわゆるパソコンだけでなく、自動

車、家電機器、制御機器などの組込み機器に広く用い

られるようになり、ソフトウェアの安全性と信頼性は

ますます重要になってきている一方で、そうしたソフ

トウェアの大規模化に伴い、多人数で長期間をかけて

開発されたソフトウェアの安全性を一貫して担保する

のはますます困難になってきている。また、製品の世

界展開に不可欠な安全性認証についても、対応の難し

さが製品コストの上昇と国際競争の厳しさに結びつく。

本研究グループでは、ソフトウェアシステム開発開始

から検査、認証取得、出荷、導入、運用までの工程の

流れを「システムライフサイクル」として俯瞰し、信

頼性の高いシステム構築の一貫した手法をめざし、シ

ステム検証、テスト支援手法、開発工程管理などの各

工程で必要となる技術の研究と合わせて提案してゆく。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

高信頼ソフトウェア研究グループ 

（Software Reliability Research Group） 
研究グループ長：大岩 寛 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 ソフトウェアの大規模・複雑化が進むなかで、その

信頼性を保証することが難しくなってきている。高信

頼ソフトウェア研究グループでは、高信頼化を現実的

なコストで達成できるようにする技術開発を目的とし、

システム開発工程のうち、特に実装仕様とプログラム

実装の動作の一致・一貫性を保証するための技術を研

究開発し、最終的に実用的な開発プロセスツールとし

ての実用展開を目指す。そのために、形式的ないし機

械的に与えられた実装仕様を元に、ソフトウェア解析

、形式検証・モデル検査、プログラム生成・変換技術

および実行監視技術などを研究し、要求される安全性

レベルとコスト要求に応じて、これらの技術を選択・

連携できる技術開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

次世代セキュリティ研究グループ 

（Innovative Security Research Group） 
研究グループ長：花岡 悟一郎 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 クラウド等の高度なネットワーク技術をより一層安

全で広範に活用するための暗号技術として、関数暗号

等に代表されるような、新機能をもつセキュリティ技

術に関する研究を行う。また、量子計算機を有する攻

撃者など、現在想定されているものより一段と高度な

攻撃モデルおける安全性についてもその実現に向けた

基盤的研究を推し進める。さらに、既存技術の安全性

評価を行い、それらの厳密な安全性レベルを明らかに

する。たとえば、安全性が未証明なものについて、厳

密な数学的安全性証明を与えたり、もしくは、具体的

な攻撃方法を提示する。これらの研究を主に理論研究

の立場から行い、次世代セキュリティ技術を実現して

いくための盤石な基盤作りを行うことを大きな目的と

する。 本年度に関しては、特に、関数暗号等の高機

能アクセス制御暗号の一層の機能拡張を進め、また、

そのような機能拡張を行う上での非自明な事実につい

て理論的考察を行う。また、プライバシー保護が可能

な秘匿データベース検索の開発を進める。さらに、さ

まざまな暗号技術について、詳細な安全性解析を行う。 

研究テーマ：テーマ題目６ 
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---------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ネット上の偽物を人が見分けられる技

術の研究開発 

［研究代表者］渡邊 創 

［研究担当者］渡邊 創、辛 星漢、高木 浩光、 

田沼 均、中田 亨、萩原 学、 

山口 利恵、大岩 寛（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 PC やスマートフォンのマルウェア感染、偽サーバや

偽アプリなどにより、カード情報やパスワード情報など

が盗まれ、金銭を奪われる等の被害が拡大している。本

研究では、これら悪意あるプログラム等に不正な操作を

行われたとしても、技術的に被害を防止しユーザに正し

い操作が行われたことを提示できる技術の研究開発を行

う。今年度は以下の二つの課題に取り組み次のような成

果を得た。 

 ネットバンキングでの振込処理を例に、マルウェアに

よる悪意ある振込先の変更を防止するプロトコルを開発

した。また同方式を体験できるデモを作成した。 

 これまで開発してきた、偽サーバによるフィッシング

詐欺を防止する HTTP Mutual 認証については、イン

ターネット標準化機関 IETF で httpauth WG が設立さ

れ、提案技術の標準化案が同 WG 標準化案となった。

本標準化案に準拠したクライアント参照実装として、

Web ブラウザを開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］認証、フィッシング対策、マルウェア対

策、偽アプリ対策 

 

［テーマ題目２］端末の乗っ取りによる重要インフラ不

正操作防止機能の開発 

［研究代表者］古原 和邦（制御システムセキュリティ

研究グループ） 

［研究担当者］古原 和邦、高橋 孝一、戸田 賢二、

瀬河 浩司、海老原 一郎 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の制御システムの多くは、PC 上から制御装置の

設定値やロジックを変更したり、制御対象の状態を監視

したりすることができる。そのため、攻撃者がその PC
の乗っ取りに成功した場合、その攻撃者はオペレータや

エンジニアと同等の操作が可能となり、また、偽の状態

をオペレータらに提示することが可能となる。実際、海

外では、制御システムの操作監視画面が遠隔から不正操

作可能な状態になっていた事例が複数見つかっており問

題となっている。 

 本研究の目的は、このような端末の乗っ取りによる不

正操作とオペレータへの偽情報の提示の問題への対処方

法として、システムの一部が知らぬ間に乗っ取られてい

たとしても以下のような機能を持ち続けることのできる

セキュアな冗長構成を現状の制御システムの構成を考慮

に入れながら設計し、また、それらにより防御可能な脆

弱性レベルを明確にすることにある。その機能とは、1)

機器に対する不正操作検知・防止機能、2)正規オペレー

タによる操作への妨害防止機能、3)機器の状態の正確な

伝達機能、4)乗っ取られている可能性のある端末の特定

機能であり、脆弱性のレベルは、Level 4：（不正変更

可、検知不可なレベル）攻撃者により設定が変更され、

そのことを検知できないレベル。Level 3 :（不正変更

可、検知可、復元遅延が大きいレベル）攻撃者により設

定は変更されるが、そのことを検知可能。ただし、感染

端末を特定し、元の状態に戻すことに時間の掛かるレベ

ル。Level 2 :（変更可、検知可、復元遅延が小さいレ

ベル）攻撃者により設定は変更されるが、そのことを検

知可能、かつ、短時間で感染端末を特定し、元の状態に

戻すことができるレベル。Level 1 :（変更不可、偽情

報を提示可能なレベル）攻撃者は設定を変更できないが、

偽の情報を提示できるレベル。Level 0 :（変更不可な

レベル）攻撃者による設定の変更は行えないレベル。 

 これら目的を達成するために、まずは、制御システム

で使われている通信プロトコルとシステム構成を調査し、

上記の実現方法の検討を行った。その結果、標準的なシ

ステム構成ではユーザの識別や権限に応じたアクセス制

御の機能が充実しておらず、Level 0を保つためには、

大幅な変更が必要であることが明らかとなった。しかし

ながら、多くの場合、比較的軽微な修正で侵攻される脆

弱性レベルを下げることが可能であることも明らかとな

った。この他、可能な構成とそれらにより防御可能な脆

弱性レベルを明らかにし、導入先の現在のシステム構成

と修正コスト、防御したい脆弱性レベルなどに応じて、

適切な構成を選択できるようにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］重要インフラ、制御システム、乗っ取り、

不正操作 

 

［テーマ題目３］IC チップに対するレーザーおよび EM
攻撃評価の研究 

［研究代表者］川村 信一 

［研究担当者］川村 信一、片下 敏宏、堀 洋平 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 キャッシュカードの偽造等による被害は国内で年間40

億円（H22年度）にも上り、IC カードの採用が有効な

対策として期待されている。IC カード用のチップの安

全性は、国際規格に基づく脆弱性評価と結果の認証を受

けることによって担保される（ISO/IEC15408（CC）、

同19790（CMVP））。 

 従来、国内のチップベンダーは欧州の CC 評価機関に

チップの脆弱性評価を依頼していたが、H24年、国内に

評価機関が立ち上がり評価制度が始まった。攻撃技術が
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時間と共に進歩するために、今後、継続的に制度が発展

してゆくためにはさらなる技術開発が必要となっている。 

 本研究の目的は、日々高度化している攻撃技術の進歩

に先回りし、高いレベルの評価で欧州と相互認証を獲得

できるよう、先端的な攻撃技術の研究で我が国の技術レ

ベルの向上を牽引することである。 

 具体的に研究するべき先端的な攻撃技術として、当面

次の3つの攻撃手法について研究を推進する。 

①高度なレーザー攻撃 

 レーザーによる攻撃の特性分析、ダブルレーザー攻撃

の検討 

②高度な EM（電磁界）攻撃 

 精密電磁界プローブによるローカル EM 攻撃等の確

認 

③ソフトウェア攻撃への検証技術等の適用 

 ここに挙げたような攻撃技術は再現性を高め判定基準

を導入することによってそのまま評価技術に転用するこ

とができる。 

 H24年度の取組みでは、以下のような進捗があった。 

・電力解析では鍵を推定できないサンプルにおいて、

EM 攻撃可能である例を確認。これは今後の評価制度

で EM 攻撃がより重要性を益す可能性を示唆する結

果である。 

・チップ評価に必要な装置類（電波暗箱等）を整備し、

系統的な評価データの採取に着手。 

・攻撃技術データベースの作成（外部連携）。 

 最新の攻撃文献を調査し、チップベンダーなどから構

成される国内コンソーシアム（ICSS-JC）および欧州の

関連組織（JHAS）に提供、調査結果を提供した。

JHAS でも担当者が割り当てられて連携することが決ま

った。 

 なお、H24年度から国内関係組織との共同研究が開始

され、前記①～③の課題はその中で次年度も継続する予

定である。 

 本研究を推進することにより、以下のような産業上の

効果が期待できる。 

・IC カードや各種 ID の安全性が向上し、国民生活の

安全性が向上する。 

・評価結果について欧州との相互認証獲得が早まり、国

際競争力が増す。 

・チップの安全性評価技術は、スマートメータ等社会イ

ンフラや、車載向けの IC チップの安全性評価への展

開。 

・チップ販売の拡大、チップを使った安全なシステムの

普及や輸出拡大、評価ビジネスの拡大。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］IC チップ、IC カード、組込 LSI、脆弱

性評価、サイドチャネル攻撃、レーザー

攻撃、電磁界攻撃 

 

［テーマ題目４］ミッションクリティカルソフトの認証

指向開発技術 

［研究代表者］大崎 人士 

［研究担当者］大崎 人士、山形 頼之、西原 秀明、 

北村 崇師、Artho Cyrille、 

田口 研治、Nguyen Tang 
（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 組込みソフトウェアの中でも特に、自動車や産業機械

など、システムが誤動作・停止することが人命や大きな

損失に繋がる分野では、巨大なソフトウェアシステムを

確実に安全・高信頼に作る手法とともに、作ったソフト

ウェアの信頼性を指標化して外部に提示し、安全性を理

解しもらう、「信頼性の見える化」も重要である。国際

市場に製品を出荷する時には特に、製品の安全性を第3

者機関に認証してもらうことがしばしば求められる。目

で見て作りの堅牢さや堅実さから安全性が何となく感じ

られる物理的製品と異なり、ソフトウェアの信頼性は完

成品を見ても一見して判断が付かないため、開発工程の

各段階でいかに検査や確認作業を確実に行ったかを証跡

として残し、開発工程の信頼性をもって製品の信頼性の

指標とするのが一般的であるが、これには非常に大きな

コストがかかるのが一般的な現状である。 

 本研究テーマでは、開発工程の各段階において行われ

る設計・実装などの作業に一貫性を持たせ工程を管理し

たり、行った検査の正しさに技術的な担保を与える手法

を開発したりすることにより、安全性認証の取得を前提

とした「認証指向開発技術」の確立を目指した。具体的

には、安全性テストの設計を可視化し効率的でかつ網羅

性の高いテストを生成する技術 FOT や、複数段階の設

計仕様書間での関連性を追跡し、設計作業の品質を数値

的に解析し問題点を探す設計トレーサビリティ技術、安

全対策を図化し明確にする設計記述手段、また国際標準

の認証規格そのものの解析技術などを開発した。本テー

マで開発した技術は、別途共同研究などの実プロジェク

トへの応用を行い、有効性の検証や改良点の抽出に努め

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］システム検証、安全性認証 

 

［テーマ題目５］ソフトウェア設計・実装・テストの一

貫性の研究 

［研究代表者］大岩 寛 

［研究担当者］大岩 寛、磯部 祥尚、 

Affeldt Reynald、北村 崇師、 

竹内 泉、秋葉 澄孝、須崎 有康、 

大崎 人士（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 交通機関や電力網など、高い信頼性を必要とするシス

テムのソフトウェア化が進んでいる。本研究では、ソフ
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トウェアの信頼性を保証することを目的として、ソフト

ウェアの開発工程の設計からテストまでの工程に着目し、

各工程における信頼性と、工程間の一貫性を保証する技

術の開発を目指す。本年度は、①テスト設計、②実装の

正当性証明と実行時検査、③並行処理設計の解析に関す

る研究開発を行った。以下、各研究について説明する。 

 ①テスト設計では、網羅的なテストケースを生成する

テスト設計分析手法 FOT とそのツールの研究開発を行

うと共に、FOT の適用実験とそのツールの評価を、企

業との共同研究として行った。 

 ②実装の正当性証明と実行時検査では、TLS プロト

コルの実装（PolarSSL）とその仕様記述（RFC5246）

が一致することを、定理証明支援系 Coq を用いて証明

した。また、証明時に作成した形式記述から参照実装

（網羅テスト用）を自動的に生成し、網羅テストを仮想

機械によって実行するツールを開発した。 

 ③並行処理設計の解析では、複雑な並行処理を簡潔に

可視化する解析手法とツール CONPASU の研究開発を

進めると共に、産業界への普及展開を目指してツール開

発ベンダやシステム開発企業等との意見交換を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］テスト設計、形式検証、実行時検査、並

行処理解析 

 

［テーマ題目６］暗号／認証技術における安全性証明の

高信頼化 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

［研究担当者］花岡 悟一郎、縫田 光司、 

Nuttapong Attrapadung、 

今福 健太郎、Jacob Schuldt、 

松田 隆宏（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ネットワークの高度化や計算機技術の発達により、そ

れらに応じた新たな暗号技術の導入が、今後ますます必

要となってくるものと思われる。しかし、その一方で、

そのための候補となる暗号技術のいずれも非常に複雑な

数学的構造を持っており、そのため、それらの設計者に

より安全性証明が与えられていると主張されているもの

の、そのような主張に対して全幅の信頼が得られている

とは必ずしも言えない状況となっている。 

 本研究においては、ユーザの所属や年齢などの属性に

よって閲覧権限を制御できる関数暗号等の高機能アクセ

ス制御暗号の一層の機能拡張を進め、また、そのような

機能拡張を行う上での非自明な事実について理論的考察

を行った。特に、高機能アクセス制御暗号の安全性定義、

機能・安全性の高度化手法、実現（不）可能性などにつ

いて研究を行った。具体的には、たとえば、準同型性を

もつ電子署名技術や匿名性を保ったまま利用者が自分の

属性を証明可能な認証技術について、設計および安全性

証明などを行った。 

 また、さらに、上記以外のさまざまな暗号技術につい

ても、詳細な安全性解析を行った。その際、安全性評価

の対象として重要と考えられるものについて可能な限り

網羅的に評価を行った。当面の評価対象として、たとえ

ば、公開鍵暗号、電子署名、関数暗号、代理人再暗号化、

グループ署名、量子暗号などといった重要度の高い暗号

技術のいずれかについて、安全性解析を行った。具体的

には、たとえば、最もよく知られた匿名認証技術である

グループ署名技術に関し、これまで見落とされてきた安

全性の概念を指摘し、また従来技術がこの安全性の概念

を満足するとは限らないことを示した。 

 これらの成果は、暗号理論研究分野において、最も権

威ある国際会議である CRYPTO, ASIACRYPT に各一

件の論文が採録された他、公開鍵暗号分野において最も

権威ある国際会議である PKC に合計8件（PKC 2012に

5件、PKC 2013に3件）の論文が採録されている。また、

情報理論分野において最も権威ある国際誌である IEEE 
Trans. on IT にも一件の論文が採録されている。 

 また、この研究課題を通して得られた知見は、産総研

内外の他の研究組織との共同研究においても積極的に活

用しており、たとえば、産総研生命情報工学研究センタ

ーとの秘匿データベース検索技術の設計に関する共同研

究においても、悪意ある利用者による不正な使用を防止

する技術の設計とその安全性証明について貢献を行って

いる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号技術、認証技術、安全性証明 

 

⑫【強相関電子科学技術研究コア】 
（Research Core for Correlated Electrons） 

（存続期間：2008.4.1～） 

 

研究コア代表：澤 彰仁 

所在地：つくば中央第4、つくば中央第2 

 

概 要： 

 本研究コアは、産総研において開発してきた強相関

電子科学技術を継承・発展させ、第1種基礎研究から

応用・実用化研究開発まで総合的に展開することによ

り、新動作原理である強相関電子系の電子相制御に基

づく革新的な先端デバイスの開発を目指している。ま

た、産総研と他機関が参画する強相関電子科学技術フ

ォーラムを運営し、機関間共同研究の中心的な役割を

果たしている。研究コアメンバーは、本年度において

は、電子光技術研究部門、フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター、ナノデバイスセンターならびにナ

ノシステム研究部門から構成され（常勤職員23名、契

約職員4名）、分野横断的に跨った体制となっている。 

 本研究コアでは、革新的な先端デバイスの開発を目

指して、以下の研究課題と目標を設定し、研究開発を
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推進している。 

・強相関不揮発性メモリ：二元系遷移金属酸化物を用

いた抵抗変化型不揮発性メモリ（ReRAM）を主な

ターゲットとして、材料最適化、高集積化技術の開

発、及び実用化のためのプロセスインテグレーショ

ンを一貫して行い、その実用化を目指す。 

・強相関界面機能：遷移金属酸化物薄膜のエピタキシ

ャル接合界面におけるスピン・電荷交差相関現象を

利用し、電界スピン制御、磁気分極制御など、電

子・磁気機能を融合させた革新的な酸化物エレクト

ロニクス素子・スピントロニクス素子を開発する。 

・強相関有機エレクトロニクス：高性能有機半導体材

料の開発、分子間電荷移動を用いた界面高機能化と

その評価技術の開発、及び有機エレクトロニクスを

シリコンエレクトロニクスに融合させるための新規

プロセス技術の開発を行い、高度有機エレクトロニ

クスを実現するための基盤技術を開拓する。 

・強相関物性制御：光・磁気・伝導機能融合型の新規

遷移金属酸化物バルク材料の開発と電子機能の開発、

及び各電子機能の組成・格子パラメータによる最適

化を行うとともに、各課題にフィードバックする。 

さらに、これら多彩な電子機能を発現する強相関電

子材料によるデバイス開発を加速するため、これに

不可欠となる①ナノスケール磁気評価技術、②超精

密構造解析技術、③格子パラメータ制御技術等の最

先端計測解析技術を開発・拡充する。 

・先進機能超伝導材料：卓越した機能を有する超伝導

材料の開発、理論・実験両面からのアプローチによ

る高温超伝導発現機構解明、およびそれらの知見に

基づく新規超伝導応用の提案とその実現に向けた技

術開発を推進する。 

本年度においては、下記のような成果が得られた。 

・室温以上で金属‐絶縁体クロスオーバーを示す Co
酸化物 SmCoO3をチャンネルとする電気二重層ト

ランジスタを開発し、室温で2桁以上の電気抵抗変

調に成功し、室温で動作するモットトランジスタの

開発に必要な要素技術の一つを確立した。 

・電荷移動錯体については、分子間の電子移動が巨大

な分極を担う「電子型強誘電体」なる、極めて特異

な強誘電性を実証した。また、生体物質にも含まれ

るイミダゾール化合物により、化学的安定性や溶解

性を向上させつつ高い分極性能をもつ低分子強誘電

体も実現できた。 

・TiO2ベーストランジスタについて、アニール雰囲

気を希薄な低酸素分圧雰囲気とすることにより、

TiOx/SiOx 界面を制御、膜中の酸素量を最適化した

ことで、トランジスタを再現性良く作製することが

できるようになった。 
・水銀系銅酸化物高温超伝導体 HgBa2Ca2Cu3Oy を対

象として超高圧力下における電気抵抗測定を行い、

15万気圧の圧力下で、これまでで最も高い温度とな

る155K において超伝導ゼロ抵抗状態を実現した。

これにより、より高い超伝導転移温度を有する新物

質の開発へと繋がる知見を得た。 
・スピン軌道相互作用は、磁気異方性、ラシュバ分裂、

ノンコリニア磁性（の一部）、マルチフェロイクス、

スピンホール効果、トポロジカル絶縁体、トンネル

磁気抵抗効果など、物質科学における様々な重要な

現象の起源となっている。これらの問題に取り組む

ため、近年、2成分相対論形式による電子状態計算

機能を第一原理材料シミュレータ QMAS に導入し、

整備してきた。本年度は、さらに改良を進め、

Au(111)表面のラシュバ分裂、5d パイロクロア酸

化物 Cd2Os2O7の磁気構造、CaMnO3の磁気構造と

その電子ドープ依存性などの研究に適用した。 
・抵抗変化型メモリ（ReRAM）について、電極材料

と high-k 材料の相互作用が電気伝導特性にどう影

響するかをモデル計算により調べた。HfO2薄膜を

Ta または W でサンドイッチした簡易なモデルに対

して構造を最適化し、電流電圧特性を印加電圧

±1eV の範囲で計算した結果、HfO2薄膜に酸素欠

損が無い場合はいずれの電極とも電流が流れずオフ

状態であった。一方、酸素欠損がある場合には Ta、
W 電極ともに電流が発生してオン状態に対応する

が、Ta 電極の方が W 電極よりもおおむね2倍程度

の電流が流れた。上記の結果から、ReRAM のスイ

ッチング性能は high-k 材料単体の電気伝導性だけ

でなく、high-k 材料と電極との相互作用にも左右

されることが分かった。 
 その他、研究コアの活動として、コア内部の研究討

論会である強相関コアミーティングを8回主催し、強

相関エレクトロニクスに係わる研究テーマについて議

論を深めた。 

 

⑬【ナノデバイスセンター】 

（Innovation Center for Advanced Nanodevices） 
（存続期間：2011.4.1～2013.3.31 ） 

 

センター長：秋永 広幸 

次   長：堀川 剛 

総 括 主 幹：森 雅彦、秦 信宏 

 

所在地：つくば西、つくば中央第2 

人 員：9名（9名） 

経 費：3,085,922千円（794,181千円） 

 

概 要：  

１．ミッション 

 ナノデバイスセンターの理念は、わが国がたゆま

なく活力ある経済活動を維持し続けるために、産学



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(257) 

官連携によるオープン・イノベーション創出のため

の「協創場」を構築することである。そして、その

「協創場」において、戦略的な産学官連携によるネ

ットワーク形成を先導し産業科学技術にかかわる知

の財産の蓄積とそれらの適切な活用と普及を促進す

ること、さらに次世代の経済成長を支える新産業分

野・技術の創出のための人材を育成することを任務

としている。ナノデバイスセンターは、この理念を

実現するために、以下の3つのミッションを掲げる。

これらは、つくばイノベーションアリーナ構想にお

けるコアインフラ「ナノテク共用施設」「ナノデバ

イス実証・評価ファンドリー」「ナノテク大学院連

携」の主体として、コア研究領域も含めた構想全体

の推進を担うためのミッションでもある。 

(1) 最先端研究インフラストラクチャーの整備と活用 

 世界の最先端を拓き世界的な価値を創造する産学

官の研究人材を産総研に集結させるためには、投資

価値以上の対価を提供する魅力ある最先端研究イン

フラが必要である。ナノデバイスセンターは、最先

端の技術とノウハウそして装置を集約し、科学知識

の迅速で効率的な産業化、異分野融合と研究人材の

交流を促進するインフラストラクチャーとして整備

するとともに、その適切な活用を推進する。 

(2) 協創場の構築とオープン・イノベーションの推進 

 研究開発拠点が多様なユーザーにとってのイノベ

ーション・エンジンとなるためには、ユーザーから

の高いアクセシビリティを確保すると同時に、激し

い研究開発競争の場としての環境整備も必要である。

ナノデバイスセンターは、産学官、様々な産業分野、

様々な研究開発フェーズを担う人材が創発的研究開

発を推進する協創場を構築し、産総研のオープン・

イノベーションハブ戦略を主体的に担う。 

(3) 産業技術研究と人材育成の一体化 

 技術経営力の強化に寄与する人材を養成するため

には、最先端研究インフラストラクチャーをコアと

した協創場において、研究開発と一体化させた実践

的人材育成を実施する主体が必要となる。ナノデバ

イスセンターは、研究開発拠点としての求心力と連

携力を生かした研究ネットワ－クにおける人材の流

動化を促進し、次世代の産業を担う国際的な人材輩

出拠点となることを目指す。 

２．協創場の構築とオープン・イノベーションの推進

を図る方法論 

 ナノデバイスセンターが、西事業所スーパークリ

ーンルーム（SCR）と第2事業所ナノプロセシング

施設（NPF）を中核コアインフラとする協創場を

構築し、オープン・イノベーション創出を推進する

にあたっては、以下にあげる3つの方法論の確立と

具体的な実行を目指す。 

(1) 相補的協業：主に SCR が担う 

 生産に容易に展開可能な標準化されたプロセスに

よるインテグレーション実証、あるいは集積機能の

実証を、パートナー企業との協業により実施する。

ユーザーサイドからの価値を、研究開発成果を市場

化する期間とコストの短縮に置く。 

(2) 多様性確保：主に NPF が担う 

 様々な研究開発とその成果を集約し、異分野融合

の場を確保することにより、創発的イノベーション

を推進する。国サイドからの価値を、イノベーショ

ンの不確実性に対する対応力の強化に置く。 

(3) 複雑性管理： 

 材料、プロセス、デバイス設計・評価等に関わる

個別技術モジュールの標準化を進めるとともに、基

幹的デバイス群については個別技術モジュールを組

み合わせあらかじめシステム化することで、ユーザ

ーによる多様な要求に対応する。実証開発を通じて

技術モジュールの増強、高度化及びシステムの再構

築を継続的に行うことで、システムの持つ潜在的イ

ノベーション能力を高める。また、得られた知識を

様々なユーザーに流通させ、その社会適用度を高め

る。産総研サイドからの価値を、課題解決に向けた

最適解選択機会の持続的な確保に置く。 

３．事業実施の方針 

 平成24年度は、次にあげる2点に重点を置いた。 

(1) 制約要因の中でのインフラ基盤の強化 

 当センターは多数のユーザーとパートナー機関が

利用する施設・装置を管理しているが故に、それら

の方々と機関の研究開発が遅滞なく予定通り、ある

いは予定より早くに遂行されるようにインフラ基盤

を整備し提供する責務を負っている。H24年度は各

事業からの利用依頼が激増し、より高度な技術支援

が求められたとともに、昨年度に引き続きなされた

節電要請や新棟建設に伴う業務制限への対応、そし

て一部老朽化した装置群の補修などにも対応した。

これら相反する外部状況を両立させることのできる

インフラ基盤の強化を目指した。 

(2) ユーザー創造 

 当センターの理念とミッションを産総研内外に積

極的に発信し、新たなユーザーとパートナー機関を

創造することに努めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金：  

経済産業省「日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）」 

共用施設相互利用によるナノエレクトロニクス、ナノ材

料開発に関する研究 

 

文部科学省「微細加工プラットフォーム実施機関」 

ナノプロセシング・パートナーシップ・プラットフォー

ム（超微細加工・計測・分析支援とその技術者養成によ
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るイノベーション創出） 

 

主な SCR 活用事業 

(1) 最先端研究開発支援プログラム：フォトニクス・エ

レクトロニクス融合システム基盤技術開発。 

Institute for Photonics-Electronics Convergence 
System Technology (PECST)。 

技術研究組合光電子融合基盤技術研究所 Photonics 
Electronics Technology Research Association 
(PETRA)との連携有。 

(2) 最先端研究開発支援プログラム：量子情報処理プロ

ジェクト。 

(3) 連携研究体 グリーン・ナノエレクトロニクスセン

ター。Green Nanoelectronics Center (GNC)。最先

端研究開発支援プログラム：グリーン・ナノエレクト

ロニクスのコア技術開発。 

(4) 最先端研究開発支援プログラム：省エネルギー・ス

ピントロニクス論理集積回路の研究開発。Center for 
Spintronics Integrated Systems (CSIS)。 

(5) 超低電圧デバイス技術研究組合 Low-power 
Electronics Association & Project (LEAP)  

(6) 株 式 会 社 EUVL 基 盤 開 発 セ ン タ ー EUVL 
Infrastructure Development Center, Inc. (EIDEC) 

 

NPF のユーザー数と登録機関数 

(1) 登録ユーザー数 約1350名（2013年2月末） 

産総研内部ユーザー：約470名 

産総研外部ユーザー：約880名 

 

発 表：誌上発表15件、口頭発表22件 

--------------------------------------------------------------------------- 
事業推進室 

（Nano Device Developing Office） 

室 長：秦 信宏 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 事業推進室は、微細加工をはじめとするナノテクノ

ロジーの研究開発に欠かせない技術を共用設備として

広く社会と共有することにより異分野融合イノベーシ

ョンの創出を加速するプラットフォームを提供してい

る。具体的にはナノプロセシング施設（Nano-
Processing Facility, NPF）と機能性酸化物グリーン

ナノテクノロジー研究拠点（Platform for Green 
Functional-Oxide Nanotechnology, GreFON）を運

営して i 線露光装置、集束イオンビーム加工・観察装

置、電子線描画装置、マスクレス露光装置、反応性イ

オンエッチング装置、電子ビーム蒸着装置をはじめと

する五十数種類の設備を保有して、技術相談、装置利

用トレーニング、機器利用、技術補助、技術代行、共

同研究などの技術支援をするとともに、スクール、実

習、製造現場実習を開催して実践的な産業科学技術人

材の育成を行っている。平成24年度末時点の登録ユー

ザー数は1,300名を超えた。平成24年度における装置

予約の総件数は8,223件、内キャンセル、差し戻し等

を除く実際の利用済み件数が7,388件であった。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

設計評価室 

（Device Design and Analysis Office） 

室 長：井上 靖朗 

（つくば西 SCR） 

概 要： 

 設計評価室は、最先端の分析技術およびコンピュー

タ・シミュレーション技術によって、ナノエレクトロ

ニクス分野で研究されている新規デバイスの開発をサ

ポートしている。このために計算論的デバイス設計プ

ラットフォーム（Computing Device Design and 
Characterization Platform for Nanoelectronics: 
C2PN）と呼ぶ研究開発をサポートする環境の構築を

進めている。具体的には最先端の分析ツールとしてヘ

リウムイオン顕微鏡及び収差補正付き走査型透過電子

顕微鏡を保有しており、新規材料や新規構造、新原理

を有するナノデバイスの構造解析を行う計測分析環境

を提供するとともに、継続的にその分析技術力の高度

化を推進している。また、産総研のコンソーシアムと

して「TSC ナノエレクトロニクス計測・分析技術研

究会」を運営し、幅広く分析技術の活用展開をサポー

トする仕組みを立ち上げている。一方、実際のナノデ

バイスの研究試作と並行して、デバイス構造の最適設

計を計算論的に行うコンピュータ・シミュレーション

環境を構築することによって、効率的なデバイス開発

を行えるようにしている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

集積実証室 

（Integrated Device Processing Office） 

室長(兼務)：堀川 剛 

（つくば西） 

概 要： 

 当室では、つくばイノベーションアリーナにおける

コアインフラの中核である SCR の CMOS プロセス

設備群、及びそれらを用いて構築される先端プロセス

技術モジュールを基に、ナノ CMOS、バックエンド

デバイス、シリコンフォトニクス、カーボンエレクト

ロニクス、スピントロニクス、及び先端リソグラフィ

等のナノエレクトロニクスの先端的なコア研究にかか

わるプロジェクトや共同研究の受け手となり、デバイ

ス実証に必要となるプロセス技術を提供するとともに、

集積技術の高度化を通じて次世代のデバイス研究開発

を担う集積プラットフォームの構築を行っている。 
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 本年度は、PECST プロジェクト、量子情報処理プ

ロジェクト、及び GNC、CSIS、LEAP、EIDEC に

よる各プロジェクト、さらに大学、民間企業との共同

研究支援を実施した。集積技術の高度化については、

高機能の光集積回路デバイスの産業化に貢献すること

を目的として、最先端微細加工技術を用いたシリコン

フォトニクス向け技術プラットフォームとして「集積

シリコンフォトニクスプラットフォーム」の基盤技術

の確立を図った。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］集積シリコンフォトニクスプラットフ

ォームの構築とその運用推進 

［研究代表者］堀川 剛（次長） 

［研究担当者］森 雅彦、榊原 陽一、古屋 克己、 

岡野 誠、河島 整、品田賢宏、 

福田 浩一、秦 信宏、関 三好、 

外山 宗博、越野 圭二、横山 信幸、 

大塚 実、杉山 曜宣、石塚 栄一、 

佐野 作（常勤職員9名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、集積光回路デバイスの高機能化と産業化

に貢献することを目指して、SCR に保有する最先端

45nm 技術世代の CMOS 技術をベースに、さらに光技

術特有の要素デバイス技術を付け加えることで、高機能

の集積シリコンフォトニクスデバイスに向けた技術プラ

ットフォームを構築することを目的とするものである。 

 通信及び電子機器の省電力・高速大容量化を可能にす

る次世代光技術として集積シリコンフォトニクス技術が、

欧米の大規模プロジェクト等により精力的に開発されて

いる。さらに、2012年に入ってからは、ST Micro 社に

よる仏300mm ファブによるシリコンフォトニクス向け

生産技術の構築開始、IBM 社による波長多重光デバイ

ス開発等が実用化に向けた展開が相次いでアナウンスさ

れている。国内においても、産総研を集中研拠点とする

最先端プログラム「フォトニクス・エレクトロニクス融

合システム基盤技術開発（PECST）」プロジェクトや文

科省プログラム「光ネットワーク超低エネルギー化技術

拠点」プロジェクト、経産省プログラム「超低消費電力

型光エレクトロニクス実装システム開発」において、シ

リコンフォトニクスデバイスの集積化・実用化の検討が

活発に進められている。 

 これらの集積光回路デバイスの研究開発において、高

密度・高速の情報伝達速度を実現するために極めて高精

度の微細加工技術が必要とされるため、産業化を見据え

て最先端リソグラフィの適用による高機能集積光回路の

試作実証環境を構築することが必要であると考えられる。

すでに、SCR では可変矩形ビーム型の高精度電子ビー

ムリソグラフィを適用し、集積光回路デバイスの動作検

証評価を目的とした研究開発が展開されているが、それ

に加えて本テーマにより SCR 拠点に保有する最先端リ

ソグラフィと微細加工技術を適用し、さらにフォトニク

ス特有の要素技術を集積させることで、産業化への展開

を可能とする集積シリコンフォトニクスプラットフォー

ムの構築を図ることが可能となる。 

 本年度は、前年度に引き続き半導体プロセスにおける

最先端リソグラフィである液浸 ArF エキシマーリソグ

ラフィをシリコンフォトニクス細線導波路加工への適用

を検討し、多層マスク構造とドライエッチングプロセス

の最適化等により、導波路加工の基盤プロセスを確立さ

せた。同プロセスによる加工後の線幅ばらつきは面内で

3nm 程度と極めて優れたものである。この基盤プロセ

スを用いて、細線導波路、リング共振器、方向性結合器、

合分波器等を試作した。結果、細線導波路については、

2dB/cm 以下の低損失伝送を確認、また、合分波器の一

種である AWG（Arrayed-Waveguide Grating）につい

て、C 帯16波の伝送において-20dB 程度のクロストー

クを観測するなど、高精度加工に由来する良好な性能を

確認できた。 

［分 野 名］情報・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコンフォトニクス、液浸露光技術、

細線導波路、合分波器 

 

［テーマ題目２］TCAD ハイブリッド計測ハブの構築と

その運用推進 

［研究代表者］井上 靖朗（設計評価室） 

［研究担当者］多田 哲也、福田 浩一、小川 真一、

飯島 智彦、鈴木 爾 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 ものつくりでは、作ろうとしているものが期待通りに

出来上がっているか、マクロな視点やミクロな視点で観

察することが重要であり、電気的、物理的、機械的な特

性などと照らし合わせて、プロセス上の課題を明確にし

て行くいく必要がある。そのためにいわゆる計測・分析

技術と呼ばれる「見る技術」が重要となる。設計評価室

では、日本に3台しかないヘリウムイオンをプローブと

して用いたヘリウムイオン顕微鏡（HIM：Helium Ion 
Microscopy）と、収差補正機能を有し原子イメージを

観察できる走査型透過電子顕微鏡（STEM：Scanning 
Transmission Electron Microscopy）という最先端の見

るための設備と、見ることをサポートするシミュレーシ

ョン技術を保有しており、計算論的デバイス設計プラッ

ト フ ォ ー ム （ Computing Device Design and 
Characterization Platform for Nanoelectronics: 
C2PN）と呼ぶ研究開発をサポートする環境の構築を進

めている。本テーマでは、それらの技術プラットフォー

ムをイノベーションハブとして構築し、その運用を進め

ている。 

 平成24年度は、西事業所のスーパークリーンルームで
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研究開発が進められている新規材料や新規構造デバイス

の解析に活用展開を進めている。特に HIM では低ダメ

ージ観察という特徴を生かして、柔らかい材料や有機材

料、バイオ材料の分析にも力を発揮し始めている。また、

設計評価室で多くの分析装置を抱えることは無理であり、

また効率も悪いため、産総研内に設立された「TSC ナ

ノエレクトロニクス計測分析技術研究会」を通して、計

測・分析技術の横展開を図ろうとしている。この研究会

では、「計測分析技術交流広場」というホームページ

（http://www.tsc-web.jp/）を立ち上げており、計測や

分析に係ることに関して、企業や大学などの研究者の方

が疑問に思われことを共有し、専門家が疑問に答えるこ

とのできる仕組みを構築しており、産業力強化の一助に

なることを期待している。 

 計算論的デバイス設計プラットフォームのもう一つの

柱である Computing Device Design に関して、従来の

三次元プロセス／デバイスシミュレータの高性能化推進

と発展性の獲得を目指して、テクノロジー CAD
（TCAD：Technology Computer Aided Design）プラ

ットフォームの構築を目指している。H24年度は、高性

能化の一環として、計算処理速度の改善を進め、並列処

理による高速化の実証を推進している。特にスーパーコ

ンピュータ「京」にデバイスシミュレータを移植し、並

列化による行列解法の高速化テストで最大100倍の高速

化を確認した。またトンネル型電界効果トランジスタ

（Tunnel FET）など、新構造デバイスの動作原理に対

応した新しい物理モデルを組込むことで、実際の試作と

並行してシミュレーションで最適なデバイス構造の検討

が行え、試作結果のデバイス特性の解析にも役立ってい

る。 

 さらに、計測分析技術でリアルに見えない部分を、シ

ミュレーション技術と組み合せることによって、実際に

は見えない物理現象を「見える化」する「ハイブリッド

計測」と呼ぶ技術開発を進めている。H23年度は、走査

型 ト ン ネ ル 顕 微 鏡 （ STM ： Scanning Tunneling 
Microscope）による観察において、観察する試料内の

トンネル電流の流れ方をシミュレーションし、電流の流

れが PN 接合の影響を受けていることを示した。H24年

度は、ラマン測定の結果を TCAD/FDTD で解析するこ

とにより、評価デバイス構造内部の応力分布の解析精度

を高めるハイブリッド計測を確立し、関連学会で技術発

表を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］計測・分析技術、EUV 励起光電子分光

技術、ヘリウムイオン顕微鏡 

 

［テーマ題目３］先端機器共用イノベーションプラット

フォーム 

［研究代表者］秋永 広幸（センター長） 

［研究担当者］秦 信宏、高野 史好、島 久、 

浅沼 周太郎、三沢 源人、宮田 直之、

増田 賢一、松野 堅吉、佐藤 平道、

飯竹 昌則、羽山 和美、蜂谷 智央、

山崎 将嗣、真屋 博幸、唐澤 しのぶ、

高村 雅美、郭 哲維、中島 忠行 

（常勤職員6名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 本格研究が定着し、製品化研究として技術移転が進展、

事業者が産総研の研究施設・設備を使って実証的に生産

した商品を販売することが、産業化の重要なプロセスと

なっている。研究開発力強化法においては、公的機関の

保有する研究施設等を事業者が利用できるような施策を

講ずるよう定められ、新成長戦略工程表においても「最

先端共同研究施設・設備、研究支援体制の整備」が重要

な戦略と位置付けられている。これらの社会的要請に応

えるために、制度的な対応をとることが必要である。 

 産総研では、平成13年にナノプロセシング施設

（NPF）を創設し、その後産総研内外に開かれた微細

加工・計測の共用施設として運用してきた。平成23年度

まで、NPF と計測フロンティア研究部門が協力して、

文科省ナノテクノロジー・ネットワークのもと、ナノプ

ロセシング・パートナーシップ・プラットフォーム

（NPPP）を平成19年度より実施し、我が国における先

端機器共用施設運営の指導的役割を担ってきた。平成24

年度は、文科省が新たに公募したナノテクノロジープラ

ットフォームのうち微細加工プラットフォームに京都大

学、東京大学、東北大学、北海道大学、物質材料研究機

構他の日本全国の機関とともに応募、選考審査を経て採

択となり、6月29日から、文科省ナノテクノロジープラ

ットフォームのもと、ナノプロセシング・パートナリン

グ・プラットフォーム（NPPP）を開始した。文科省低

炭素研究ネットワークにも平成22年度から継続的に参画

している。産総研が保有する研究施設・設備は、多様で

幅広い研究領域にわたっている。これらを社会と共有す

ることではじめて産総研の統合力は発揮される。産総研

のビジョンを実現し、協創の場としてのフロントエンド

とソリューションの提供、異分野融合の促進、産業科学

技術人材の育成を実施する。 

 平成21年6月から稼働を開始した当プラットフォーム

のポータルサイトをナノテクノロジープラットフォーム

に対応して産総研内外の方々に使い勝手の良いものとす

るための改訂に平成24年度に着手した。また、持続的運

営を目指し、原則全装置を有償化する課金制度の改訂を

行うとともに、TIA 関係ユーザー等から寄せられる長

期の支援、また増加する一方のユーザーから寄せられる

多様な支援依頼に対応できるよう、施設と制度の更なる

整備を進めるとともに、安全・環境対策を重点的に行っ

た。  

１．施設・制度整備（平成21年度：利用申請窓口の一本

化／平成22年度：情報発信・共有機能の整備／平成23
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年度：光熱水とガス給排気ラインの整備、ナノエレ・

ナノテクに関する人材育成スクールの実施カリキュラ

ム高度化、諸外国共用施設との連携制度検討開始）平

成24年度：クリーンルームへ大型超純水製造装置を導

入するともに、web からの装置予約変更フォームを

整備、また、従来の成果報告書（A4版2ページ）をご

利用報告書（A4版1ページ）に簡素化して利用者の利

便性を向上した。 

２．適正な課金の見直し：共用施設の活動は、産総研法

における技術指導、成果普及の業務として実施し、外

部利用者に対しては技術研修と共同研究の制度で運用

した。さらに、外部利用者への迅速な対応と研究支援

高度化を実施するため、課金制度の見直しを行った。 

［分 野 名］情報・エレクトロニクス   

［キーワード］ナノテクノロジー、微細加工、異分野融

合、人材育成 
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４）ナノテクノロジー・材料・製造分野 
（Nanotechnology, Materials and Manufacturing） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：金山 敏彦 

副研究統括：清水 敏美 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究分野間の融合を推進し、業務を実施し

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室 

（Research Planning Office of Nanotechnology, 
 Materials and Manufacturing） 
 

所在地：つくば中央第2 

人 員：6名（5名） 

概 要： 

 ナノテクノロジー・材料・製造研究分野における研

究方針、研究戦略、予算編成及び資産運営に係る基本

方針の企画及び立案並びに総合調整に関する業務、研

究分野間の連携の推進、プロジェクトの企画及び立案

並びに総合調整に関する業務、経済産業省その他関係

団体等との調整に関する業務、研究統括及び副研究統

括が行う業務の支援に関する業務などを行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［ナノテクノロジー・材料・製造研究分野研究企画室］ 

  研究企画室長 吉田 勝 他 

 

業務報告データ 

・平成25年度分野重点化課題の選定と予算案の策定 

・nano tech2013への出展の取り纏め 

・国プロの立案に向けた総合調整 

・第3期研究戦略の平成25年度版への改訂 

・技術研究組合との各種調整 

 
②【ナノチューブ応用研究センター】 

（Nanotube Research Center） 
（存続期間：2008.4.1～） 

研究センター長：飯島 澄男 

副研究センター長：湯村 守雄 

副研究センター長：佐々木 毅 

 

所在地：つくば中央第5 

人 員：23名（23名） 

経 費：472,490千円（336,899千円） 

 

概 要： 

 本研究センターでは、新産業創生で期待されるナノ

構造体の代表であるナノチューブ構造体に着目し、こ

れまで産総研において開発してきたカーボンナノチュ

ーブと有機ナノチューブを主軸とし、高機能性を付加

しそれらの用途開発を進め、我が国の新たな産業育成

に貢献する。また、ナノチューブ材料の国際標準化に

も貢献する。さらに、ナノチューブ材料を含むナノ構

造体の最高性能計測・分析技術の開発を独自に発展さ

せ、世界をリードするナノチューブ材料の総合研究セ

ンターへの発展を目指すものである。 

 これまでの成果をもとに、企業と連携し実用化・産

業化を進める。また、カーボンナノチューブと有機ナ

ノチューブの融合を図り、新物質の開発を目指す。す

なわち、カーボンナノチューブの実用化・産業化・標

準化、有機ナノチューブの実用化・産業化・標準化、

ナノチューブ複合材料の創製・実用化、世界最高性能

計測・分析技術、ナノチューブ物質の実用化・産業化

の研究開発を推進する。 

具体的には、以下の研究開発を実施する。 

1) ナノチューブ材料の実用化・産業化 

 ナノチューブ大量合成技術のさらなる高度化をベ

ースとして、カーボンナノチューブでは電子材料、

高強度構造材料等に向けた用途開発を有機ナノチュ

ーブでは薬剤包接材料等に向けた用途開発を進める。 

2) ナノチューブ複合材料の創製・実用化 

 カーボンナノチューブ、有機ナノチューブ、両材

料の接点として、ナノチューブの化学加工や複合化

をもとに、バイオ応用等を目指した高機能性ナノチ

ューブの開発を進める。 

3) 世界最高性能計測・分析技術の確立 

 超高性能電子顕微鏡や光学的評価技術をベースと

したナノチューブ材料の計測・分析技術を確立する。 

4) グラフェン系ナノ材料の開発 

 ポストシリコンの有望な新素材グラフェンを用い

たデバイスを実現するために、MW プラズマ CVD
法による高品質のグラフェンの大量合成法を確立す

る。 

5) ナノチューブ材料の標準化・リスク評価 

 本研究センターの高純度・高品質ナノチューブお

よび高性能計測・分析技術を用いて、ナノ物質の国

際標準化におけるイニシアティブを発揮する。また、
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リスク評価においては産総研内外と連携して取り組

む。 

----------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業 凝集状態評価」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構  

「短尺カーボンナノチューブの創製と CNT トランジス

タへの展開」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「低加速高感度電子顕微

鏡の開発とソフトマターの分子・原子レベル観察実験へ

の応用」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「自己組織プロセスによ

り創製された機能性・複合 CNT 素子による柔らかいナ

ノ MEMS デバイス」 

 

独立行政法人科学技術振興機構「ナノチューブ近赤外発

光を利用した次世代臨床検査システム」 

 

発 表：誌上発表66件、口頭発表226件、その他15件 

--------------------------------------------------------------------------- 
スーパーグロース CNT 合成チーム 

（Super Growth CNT synthesis Team） 
研究チーム長：Futaba Don 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 画期的なカーボンナノチューブの合成法、スーパー

グロース法（水添加化学気相成長法）を開発し、基板

から垂直配向した単層カーボンナノチューブを高効率

に高純度で成長させることに成功している。 

 このスーパーグロース法に基づく量産基盤技術開発

を行い、「かつてない規模・価格での単層カーボンナ

ノチューブの工業的量産」を目指している。より具体

的にはカーボンナノチューブ成長効率を高める炭素

源・温度・触媒賦活剤の開発、大面積合成技術や連続

合成技術開発などである。さらに、カーボンナノチュ

ーブには直径・長さ・結晶性・密度など、さまざまな

構造の多様性を有するが、これらの構造が各用途に適

したものに調整されたカーボンナノチューブの成長技

術を開発する。さらにはこれらのすり合わせ合成技術

の量産化検討を進める。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

スーパーグロース CNT 用途開発チーム 

（Super Growth CNT Application Team） 
研究チーム長：畠 賢治 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 スーパーグロース単層 CNT を用途で活用するため

には、単層 CNT カーボンナノチューブの優れた性能

を損なうことなく、分散･成形加工･複合化する技術を

開発して、部品・部材などに作り、デバイスに組み込

む必要がある。そのため、長尺の配向スーパーグロー

ス単層 CNT の特長を活かした、成形加工･微細加工･

分散手法の開発を行っている。 

 これらの技術を活用して、CNT のポテンシャルを

十分に引き出した、従来にない革新的な機能を有する

部材やデバイスを開発、実用化研究へと取り組んでい

る。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

流動気相成長 CNT チーム 

（Direct Injection Pyrolytic Synthesis Team） 
研究チーム長：斎藤 毅 

（つくば中央第4・第5） 

概 要： 

 直噴熱分解合成法（DIPS 法）を用いた単層カーボ

ンナノチューブ（CNT)の量産的合成技術および直径

制御合成技術を高度化することなどにより、単層

CNT の特性を決定する構造パラメータである直径・

長さ・カイラリティ・結晶性にする合成・分離精製

（一次構造制御）技術開発を行う。さらに、単層

CNT を各種応用に適した形態に加工するために薄膜

化・パターニング・配向・紡糸といった二次構造制御

の基盤技術開発にも取り組みつつ、企業との共同研究

を積極的に推進し、社会的ニーズが高い省資源・低コ

スト製造プロセスであるプリンテッドエレクトロニク

スデバイスをはじめとした多方面に及ぶ実用化・産業

化研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

有機ナノチューブ材料チーム 

（Organic Nanotube Materials Team） 
研究チーム長：増田 光俊 

（つくば中央第5） 

概 要： 

的確に設計された分子は、自己集合と呼ばれるシン

プルかつ省エネルギーなプロセスによってナノレベル

で構造や形態が制御された種々のナノ構造材料を自発

的に形成する。本手法で生み出されるチューブ状ナノ

構造材料（有機ナノチューブ）は低環境負荷で、生体

適合性の高い脂質分子から構成されており、また、内

部に均質な中空ナノ空間を有している安心・安全なナ

ノ構造材料である。当研究チームでは、これらナノ構

造材料創製の基盤技術である形態・サイズ制御技術や、

内包する中空ナノ空間の科学の確立、さらに用途に応

じた合目的な有機ナノチューブ開発やその表面修飾や
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複合化技術、スケールアップなど合成技術の高度化に

よって、薬剤包接材料等として医療・ナノバイオ分野、

食品・健康分野、環境・農業分野等での用途開発に取

り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

機能性ナノチューブチーム 

（Functional Nanotube Team） 
研究チーム長：湯田坂 雅子 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 ナノカーボンの小さなサイズと特異な光学的特性を

利用することで、これまで困難であった疾病診断・治

療を容易にすることを目標にして研究を行っている。

ナノカーボンは小さなサイズにもかかわらず、医療的

に有用な機能をいくつか同時に持つことができ、また、

それ自身、光熱変換により低侵襲で局所加熱可能であ

り、将来的にがん治療などに使える可能性が高いこと

を示してきた。 

ナノカーボンの中でもカーボンナノチューブは、

生体物質透過性が高い近赤外蛍光を発するという稀

有な光学的特性を持つ。この特性に着目し、臨床検

査において有用な近赤外蛍光ラベルとして、カーボ

ンナノチューブの用途開発を行っている。 

このような応用研究を行うと同時に、ナノカーボ

ンの毒性・安全性を調べ、ナノカーボンが安全に使

える条件を明らかにすることを目指している。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 

カーボン計測評価チーム 

（Nano-Scale Characterization Team） 
研究チーム長：末永 和知 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 カーボンナノチューブやフラーレン、グラフェンな

どのナノカーボン物質の多様な構造を正確に把握し、

そこで生じる特異な物理・化学現象の実験的検証を進

めることは、ナノカーボンの科学の探求と画期的な応

用法の確立の両面において、極めて重要な課題である。 

超高感度電子顕微鏡装置開発を通じ、これまで困難で

あったナノカーボン材料における原子レベルでの元素

同定や構造解析法を実現する。それとともに、これら

評価技術を駆使した新たなナノカーボン材料のナノス

ペース科学の構築とその応用を目指した研究開発を行

う。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ナノ物質コーティングチーム 

（Nano-coating Team） 
研究チーム長：長谷川 雅考 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 グラフェンおよびナノ結晶ダイヤモンド薄膜（ナノ

ダイヤ薄膜）を中心としたナノ材料コーティング技術

の開発および構造、物性、機能等の評価解析を行うこ

とにより、機械的機能あるいは化学的・電気的機能に

優れ、環境に適合するコーティング製品を開発するこ

とを目的としている。 

 気相化学蒸着法（CVD）による高品質なグラフェ

ンの大面積・低温形成技術を開発するとともに、ロー

ル TO ロール合成法などの量産技術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

 

高度化ナノチューブチーム 

（Advanced Nanotube Team） 
研究チーム長：岡崎 俊也 

（つくば中央第5） 

概 要： 

  ナノテクノロジーにおけるボトムアップアプローチ

の最も効率的な手段として、分子を非共有結合性の弱

い相互作用によって自己集合的に組織化し、ナノ構造

体を合成する手法がある。カーボンナノチューブの内

部はそのような分子集合体にとって格好の空間とみな

すことができる。このような制限されたπナノ空間に

機能性を持ったナノ構造を構築し、エレクトロニクス、

フォトニクス、バイオなどへの応用を行う。 

 また、カーボンナノチューブは代表的ナノ物質とし

ていち早く国際標準化への取り組みが行われている。

そこで、分光学的手法によるカーボンナノチューブ評

価法の国際標準化を ISO などの国際機関を通じて行

う。そして、ナノテクノロジー分野における我が国の

優位性の維持、確保に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目８ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高い収率でカーボンナノチューブ成長

を可能にする、CVD 合成における炭素

源材料の探索 

［研究代表者］Futaba Don 
（スーパーグロース CNT 合成チーム） 

［研究担当者］Futaba Don、畠 賢治、湯村 守雄、 

桜井 俊介、石沢 佐智子、佐藤 潤一 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 単層カーボンナノチューブはその優れた物理・化学的

特性のため、次世代デバイスのコア素材として期待され

ている。しかしながら、単層カーボンナノチューブの産

業化を実現するためには、その合成コストを圧倒的に下

げる必要がある。 

 産総研で開発されたスーパーグロース法は、単層カー

ボンナノチューブを高効率で成長させることができるた
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め、低コスト量産技術しとしての期待が持たれる。しか

しながら、商業化を実現するためには、さらなる高効率

化が必要である。 

 本研究では、スーパーグロース合成法をより高効率化

するのに適した炭素源の探索を行った。従来のカーボン

ナノチューブ合成では、エチレンやアセチレンといった

反応性の高い不飽和直鎖炭化水素分子を炭素源として選

択し、これを鉄触媒で分解することによりカーボンナノ

チューブを合成していた。本研究では、用いる炭素源分

子として従来検討されてこなかった、プロパン・ブタン

といった飽和炭化水素やトルエンなど環状炭化水素分子

にまで範囲を広げて探索を行った。その結果、反応性が

エチレンなどより低いブタンを用いることで、予想外に

も、2.5倍（エチレン比）もの高い収量を得ることがで

きた。 

 エチレンなど反応性の高い炭素源を高濃度で用いると

触媒粒子がアモルファスの炭素で覆われ不活性化してし

まう。そのため、最適な速度でカーボンナノチューブを

成長させるためには、炉内に導入するエチレン濃度をか

なり薄める必要がある。 

 一方、反応性の低いブタンやプロパンを用いると触媒

の不活性化の頻度が落ちるため、炉内に高濃度で導入し

ても触媒の寿命が長く保たれる。現在この新しい知見に

基づき、実際の商業プラントにおいて用いる炭素源とし

てより適した材料の検討を行っている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス 

 

［テーマ題目２］自己組織プロセスにより創製された機

能性・複合 CNT 素子による柔らかいナ

ノ MEMS デバイス 

［研究代表者］畠 賢治 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］畠 賢治、湯村 守雄、山田 健郎、 

Futaba Don、小橋 和文、関口 貴子、 

田中 文昭、 

LASZCZYK Karolina Urszula、 

山田 幸子、山本 由貴、浜名 志帆、

彦坂 理恵（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

CNT はその優れた物理・化学的特性のため、次世代

デバイスのコア素材として期待されている。しかしなが

ら、CNT デバイスを実用化するためには、所定の位置

に所望の量の CNT を敷設し、かつ配向方向・形状を任

意に制御して、多様かつ設計された機能を有する CNT
デバイスを安定に再現性良く製造する技術が必須である。

このような高度な構造制御が必要なため、CNT デバイ

スは、CNT を大量にバルク材料として使用する用途よ

り、実用化が遥かに困難となっている。 

本研究では、カーボンナノチューブ（CNT）MEMS
デバイス産業を実現するための、デバイス基盤製造技術

と、異材料とのインテグレーション技術を開発している。

ボトムアップの技法と微細加工技術を組み合わせて、

CNT の位置・形状を自由自在に制御しながら集積化、

異材料とインテグレーションさせ、デザインされた機能

を有する CNT 素子・ナノ（MEMS）デバイスの創製を

目標としている。 

これまで我々のグループでは、CNT の超高効率成長

法である、スーパーグロース法を用い、基板からシート

状に垂直配向した、CNT のマクロ構造体「CNT シー

ト」を作製した。それを成長基板から剥がして、デバイ

スを製造する基板上に液滴を導入し、その乾燥時に、シ

ートの CNT 同士を液体の表面張力で引きつけ高密度化

し、同時に基板にも密着させ貼り付ける技術を開発した。

これにより、CNT が平面的一方向に配向し、高密度に

集合し板状になった「CNT-wafer」を、任意の基板の

任意の位置に、任意の配向方向をもって形成可能とする

「CNT シートを基板に貼って作るデバイスの製造技術

開発」を行ってきた。本年度は、CNT シート貼り付け

技術に基づいて、CNT センシング構造体の作成に成功

した。開発した CNT ツイストセンサーは、人体やロボ

ットの動作をモニターでき、ストレッチャブルデバイス、

ヘルスケア、バーチャルリアリティ等の広い分野で応用

が期待される。 

CNT の新規な機能発現を目指し、異材料との複合化

技術を開発するため、CNT の密度制御技術、形態制御

技術の開発を行った。特にフレキシブルキャパシタ、ナ

ノメカトロニクスやバイオ発電デバイスに特化した複合

化技術の開発に取り組んでいる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス、CNT-wafer、デバイス 

 

［テーマ題目３］DISP 法による超高品質単層カーボン

ナノチューブの量産技術と材料加工技術

開発およびその応用探索 

［研究代表者］斎藤 毅（流動気相成長 CNT チーム） 

［研究担当者］斎藤 毅、大森 滋和、桒原 有紀、 

仲野 瞬、八名 純三、清宮 維春、 

陳  勁風、平井 孝佳、二瓶 史行、 

沼田 秀昭、原 匡宏、柴田 怜那、 

小林 明美、大和田 貴子、橋本 裕、 

星 和明、佐藤 雄己、山中 操、 

巽 かおり、菊地 悠太、佐々木扶紗子 

（常勤職員2名、他19名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では単層カーボンナノチューブ（CNT）を高

効率低コストで大量に製造可能なプロセスである直噴熱

分解合成法（DIPS 法）の高度化開発と、この合成プロ
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セスで得られる超高品質単層 CNT の直径を制御する技

術、短尺化あるいは長さ分級等で長さを制御する技術、

金属型・半導体型に分離精製する技術、薄膜・インク・

線材などに加工するための基盤技術および単層 CNT の

産業応用探索を行っている。平成24年度における進捗を

以下に述べる。 

 DIPS 法では炭素源およびキャリアガスの種類、濃度、

触媒および助触媒組成、反応温度など制御によって、単

層 CNT の平均直径、結晶性、層数など CNT 形状を作

り分けることが可能である。また分離精製技術によって

金属/半導体分離や長さ分級することも可能である。そ

こで平成24年度は各種形状の単層 CNT の透明導電性能

を評価したところ、比較的細い直径の CNT は導電性に

優れるという結果を得た。また、長さが長いほど導電性

が向上する傾向も確認した。これらの結果を国内外で上

市されている単層 CNT や多層 CNT の評価結果や、こ

れまでに誌上発表されているデータなどと比較し、

eDIPS 法 CNT の高い透明導電性能と導電材料用途にお

ける優位性を実証した。さらに得られた eDIPS 法単層

CNT の透明導電膜を利用したタッチパネルの試作を行

い、産総研オープンラボにてデモンストレーションを行

った。 

 また、導電用途だけではなく、半導体用途の研究開発

として電界層形成分離（ELF）法で分離した半導体型

eDIPS 法単層 CNT を用いて薄膜トランジスタを作製し

て半導体性能の評価も行ったところ、オンオフ比107以

上（移動度1～2cm2/Vs 程度）のデバイス特性を得た。 

 本研究で得られる知見を用いて、今後省エネルギー、

かつ低コストで製造することができる電子デバイス製造

技術であるプリンテッドエレクトロニクスに適する単層

CNT インク材料の創成に向けて研究を展開する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、CVD、印刷技術、トラ

ンジスタ 

 
［テーマ題目４］有機ナノチューブのテイラーメード化

と合成の高度化研究開発 

［研究代表者］増田 光俊 

（有機ナノチューブ材料チーム） 

［研究担当者］増田 光俊、南川 博之、小木曽 真

樹、青柳 将、亀田 直弘、石川 和

孝、 

丁 武孝、和田 百代 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 分子の自己集合で得られる有機ナノチューブ、ナノフ

ァイバー、ナノカプセルなどのナノ材料について、医

療・ナノバイオ分野、食品・健康分野、環境・農業分野

などでの応用を目的とする。このため、利用目的に応じ

た当該ナノ材料のテイラーメード化、実用化のためのス

ケールアップ、異種材料とのハイブリッド化などの技術

を開発する。 

 平成24年度は、有機ナノチューブについて抗がん剤の

カプセル化とその放出制御、そして変性したタンパク質

のカプセル化によるリフォールディング促進機能の開発

などを行った。 

 抗がん剤のカプセル化では具体的に、内表面に負電荷

を持つ有機ナノチューブと正電荷を持つドキソルビシン

を溶液中で混合することで、チューブ内へのカプセル化

が定量的に進行し、その後の精製作業が不要であるとい

う優位性を持つことを明らかにした。生理条件下での本

カプセル化物からの薬物放出を制御するため、チューブ

内表面の疎水化を検討した。そして水への分散性を損な

うことなくチューブ内表面のみを選択的かつ連続的に疎

水化することが可能となり、この疎水化の割合によって

ドキソルビシンの生理条件下での放出を任意に制御出来

ることがわかった。また、シスプラチン（抗がん剤）に

おいても同様、チューブ内表面との相互作用によって選

択的にカプセル化が進行すること、そして生理条件下で

は徐放が可能であることがわかった。 

 一方、有機ナノチューブによる変性タンパク質のリフ

ォールディング促進機能についても検討した。そして有

機ナノチューブを自己集合によって形成させる際、化学

的に変性したタンパク質を共存させておくと、チューブ

内表面との相互作用によって効率的にチューブ内にカプ

セル化されることを見いだした。そしてチューブ複合体

から変性剤を除去すると、変性タンパク質の一部が正常

な構造へ折りたたまれることを明らかにした。さらにｐ

H を変化させるとチューブ内表面との相互作用が消失

して、タンパク質が放出されるが、その際にも変性状態

からの折りたたみが進行した。 

 結果として、従来の界面活性剤を用いる方法に比べて

5倍以上の高い折りたたみ効率を示し、さらに正常なタ

ンパク質のみがチューブから簡便に回収されるという優

位性を見いだした。これらの成果はバイオリアクターな

どへの応用が期待できる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、ナノファイバー、自己集

合、包接、放出 

 

［テーマ題目５］ナノカーボンの医療応用 

［研究代表者］湯田坂 雅子 

（機能性ナノチューブチーム） 

［研究担当者］湯田坂 雅子、張 民芳、中村 真紀、 

Mei Yang、河島 明美 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ（CNT)を近赤外蛍光（NIR）

ラベルとして用いた免疫沈降試験、ホウ素中性子線補足

療法剤開発、カーボンナノホーン（CMH）の毒性・安
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全性に関する研究を行った。 

CNT にリン脂質 PEG を介して IgG 抗体を付加し、

IgG とプロテイン G が特異的に反応したことを CNT の

NIR 蛍光測定により確認し、その蛍光強度から、CNT
の NIR 蛍光を用いた時の免疫沈降実験における抗原検

出限界が nM 以下であることを確認した。これにより、

CNT が NIR 蛍光ラベルとして免疫沈降実験の新たなラ

ベルとして使えることが確実となり、様々な疾病に対す

る免疫沈降試験へ発展が期待できる。 

AIST－筑波大－アステラス3者連携および分野融合戦

略予算テーマである NIR イメージング研究では、中性

子線補足療法の新規ホウ素剤としてホウ素内包 CNH を

作製し、その表面修飾では、新規手法を開発（特許申請

予定）した。 

毒性・安全性の研究では、体内に入った CNH がマク

ロファージに蓄積することに着目し、マクロファージに

対して細胞毒性が発現するメカニズムの詳細な研究を行

った。その結果、大量に CNH を内包したマクロファー

ジでは、CNH はリソソームに蓄積し、リソソーム膜を

傷害し、カテプシンを漏出することで、アポトーシスに

至るいくつかの経路が活性化されることを明らかにした。

有害なサイトカイン放出は伴わず、つまり、個々の細胞

死が広範な障害を引き起こしにくいこともわかり、これ

まで得られた CNH 低毒性の一因を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、臨床検査、毒性 

 

［テーマ題目６］カーボン計測制御技術の開発 

［研究代表者］末永 和知（カーボン計測評価チーム） 

［研究担当者］末永 和知、佐藤 雄太、劉 崢、 

越野 雅至、OviduCRETU、 
YungChan Lin、新見 佳子、 

佐藤 香代子、齋藤 昌子 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ応用のための要素技術開発とし

て、超高感度電子顕微鏡装置開発を通じ、これまで困難

であった新炭素系物質における原子レベルでの元素同定

や構造解析法を実現する。それとともに、これら評価技

術を駆使した新炭素系物質のナノスペース科学の構築と

それを制御した新機能発現とその応用を目指した研究開

発を行う。 

 また、化学反応の素過程の観察や単分子の構造解析な

ど化学・生物分野への電子顕微鏡解析手法の展開を図る。

新しい収差補正技術の確立や試料作製技術などの発展に

も貢献する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電子顕微鏡、収差補正、欠陥構造、ピー

ポッド、内包フラーレン、光学測定 

 

［テーマ題目７］ナノ物質コーティング応用研究開発 

［研究代表者］長谷川 雅考 

（ナノ物質コーティングチーム） 

［研究担当者］長谷川 雅考、石原 正統、 

山田 貴壽、金 載浩、川木 俊輔 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

①高品質・大面積グラフェンの形成技術開発 

 当センターで開発したマイクロ波プラズマ CVD を用

いた低温・大面積・短時間グラフェン合成技術をさらに

発展させた。銅箔基材の表面特性向上、プラズマ CVD
の条件探索によりグラフェン透明導電膜の低抵抗化に成

功した。さらに幅60cm の銅箔を基材とするロール TO
ロール方式のグラフェン合成装置を試作し、グラフェン

の連続合成を実現した。グラフェンの連続転写・高品質

加工技術の開発を進め、グラフェン超薄型ヒーターの試

作に成功した。 

②ナノダイヤコーティングの用途開発 

 ナノ結晶ダイヤモンド薄膜を利用した用途として、機

械部品の無潤滑トライボコーティングおよび精密切削工

具用保護膜の開発を行った。膜硬度と密着強度の大幅な

向上を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、ロール TO ロール成膜、ナ

ノ結晶ダイヤモンド薄膜、マイクロ波プ

ラズマ CVD、トライボロジー、切削工

具 

 

［テーマ題目８］カーボンナノチューブ品質評価法の開

発 

［研究代表者］岡崎 俊也 

（高度化ナノチューブチーム） 

［研究担当者］岡崎 俊也、丹下 将克、飯泉 陽子、 

森本 崇宏、境 恵二郎、桑山 豊、 

高野 玲子、鈴木 宏紀、鈴木 尚樹 

（常勤職員2名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 赤外吸収を利用することによってカーボンナノチュー

ブの長さを評価する方法を検討している。平成24年度は、

評価法の適応範囲を広げるため、ポリマー膜中に単層

CNT を分散させた試料の測定を行った。その結果、ポ

リマー中のナノチューブ試料からも、ナノチューブ薄膜

試料とほぼ同様の赤外吸収スペクトルを得ることができ

た。測定によって算出された赤外吸収ピーク位置は、膜

抵抗率と正の相関があった。赤外測定で得られるピーク

位置が物理的に何に対応するのかを明らかにできれば、

より定量的な評価につながると考えられる。 

また、カーボンナノチューブ品質評価のため、赤外吸

収スペクトルに対する、炭素不純物の影響やラマンスペ

クトルにおける G/D 値との関連性を調べた。赤外吸収
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ピーク位置は炭素不純物の存在に鈍感であることや、

G/D 値との関連が低いことがわかった。赤外吸収とラ

マン散乱を組み合わせることによって、カーボンナノチ

ューブ品質が評価できるという可能性を示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、品質評価、分光 

 

③【集積マイクロシステム研究センター】 
（Research Center for Ubiquitous MEMS and Micro 
  Engineering） 

（存続期間：2010.4.1～） 
 
研究センター長：前田 龍太郎 
副研究センター長：廣島 洋、伊藤 寿浩 
 
所在地：つくば東 
人 員：23名（23名） 

経 費：556,632千円（197,313千円） 

 
概 要： 
 本ユニットでは情報技術分野に必要とされる、微細

加工を利用したマイクロデバイスに関する研究開発お

よびその分野に関連する人材を養成することをミッシ

ョンとする。 

 経済産業省では現在つくばにナノテク拠点（つくば

イノベーションアリーナ-Nano）計画を進めている。

MEMS 分野はこの中で6つのコア領域のうち、主要な

分野と位置付けられている。この拠点化構想において

産総研は、精密機械工業と情報産業、装置ベンダー、

材料メーカーを融合した業界とのオープンイノベーシ

ョン拠点形成を目指す。つくば拠点におけるナノエレ

クトロニクス等半導体、カーボン系の新材料等の研究

ユニットとの連携を強化し、我が国の自動車や情報家

電、健康医療デバイス等の競争力を強化する。

MEMS 技術の実証の場として、クリーンルームやデ

ータセンター、およびコンビニでの省エネを行ってき

たが、さらに今年度は先進製造プロセス研究部門、サ

ービス工学研究センター、エネルギー技術研究部門等

と連携し、上記に加えて中堅・中小ものづくり工場で

の MEMS 技術による省エネ実証等を実施することに

より関連産業の競争力を強化する。 

 産業界と連携して MEMS デバイスの量産技術の開

発および集積化 MEMS 試作環境の整備を行う。同時

に環境に対して優しくコストの低いグリーンフレキシ

ブル微細加工、および大面積ナノ製造技術を開発し、

さらにそれらを使ったユビキタス電子機械システム、

特にユビキタスグリーン見守りシステムや国民の安全

安心や先端医療に資するユビキタスシステムの開発を

行う。 

 これらの研究開発に加え、MEMS 試作ファウンド

リサービス・人材育成による産業化促進等の共通基盤

技術により、第3期中期計画の達成を図る。 

 平成24年度は、ナノテクノロジー・材料・製造分野

の重点課題として位置づけられた下記の2つの重点課

題を中心として研究を推進する。 

 第3期加速のための重点化課題 

・高集積マスプロダクション技術の開発 

光学機能、表面機能、生体適合性などの様々な特

性を有するナノ構造を、大面積、高生産性、低環

境負荷で製造するナノ構造形成技術と、それら異

種の特性を有したナノ構造体と MEMS や半導体

を融合するための集積化製造技術を開発すること

により、産業競争力の強化と生産活動における環

境負荷の低減に貢献する高集積マスプロダクショ

ン技術を開発する。平成24年度は特にナノインプ

リント技術による高効率大面積微細構造作製技術

の開発を行う。 

第3期推進のための重点化課題 

・ユビキタス電子機械システムの開発 

バイオ、化学、エネルギーなど異分野のデバイス

を融合・集積化した MEMS デバイスを製造する

ための技術ならびに低消費電力かつ低コスト

MEMS コンポーネント製造技術を開発し、安全

安心や省エネルギー社会実現に資するユビキタス

マイクロシステムを開発する。平成24年度は特に

安全安心に関し、平成23年度に引き続き放射性物

質のモニタリングに特化したサブテーマと動物や

人間の健康モニタリングを行うライフインタフェ

ースシステムに関し検討する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
 分野重点課題「高集積・大面積製造技術の開発」 

 分野重点課題「ユビキタス電子機械システムの開発」 

 分野加速課題「実証研究のための高信頼性スマート

センサーシステムの開発」 

 分野加速課題「大面積3次元微小構造体の研究開

発」 

 研究組合連携インセンティブ（BEANS 研究所）

「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセ

ス技術の開発」 

 研究組合連携インセンティブ（NMEMS 技術研究

機構）「グリーンセンサ・ネットワークシステム

技術開発」 

 
外部資金： 
独立行政法人日本学術振興協会 
最先端研究開発支援プログラム「フォトニクス・エ

レクトロニクス融合システム基盤技術開発」 
最先端研究開発支援プログラム「マイクロシステム

融合研究開発」 
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  科学研究費補助金（特別研究員奨励費）「グリーン

アプリケーションのために繊維状基材連続微細

加工技術の開発」 

科学研究費補助金（基盤研究(A)）「牛消化器疾病

早期摘発のための無線ルーメンセンサ・ネット

ワークシステムの開発」 

  科学研究費補助金（挑戦的萌芽研究）「ソーレ効果

を活用したガス分離用マイクロ流体デバイスの

開発」 

  科学研究費補助金「無線通信による熱中症予防支援

システムの構築と被服環境デザインの最適化」 
  科学研究費補助金「圧電素子を用いた高出力振動発

電装置の実用化に関する研究」 
 
 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ナノテク・部材イノベーションプログラム「水素及

び空気（酸素）の直接反応法に基づいた過酸化

水素新規製造プロセスの研究開発」（三菱瓦斯化

学株式会社（NEDO 再委託）） 
 
独立行政法人科学技術振興機構 

  戦略的創造研究推進事業 CREST“超高速ナノイン

プリントリソグラフィ技術のプロセス科学と制

御技術の開発”「超高速ナノインプリントリソグ

ラフィ－高スループット－」 

戦略的創造研究推進事業 CREST“ULP ユビキタ

スセンサの IT システム電力最適化制御への応

用”「ULP ユビキタスセンサの開発」 

戦略的創造研究推進事業 さきがけ“ナノシステム

と機能創発”「ナノ格子制御による薄膜キャパシ

タ構造の作製と剥離・転写・接合によるナノ電

子部品用実装技術の確立」 

  復興促進プログラム（マッチング促進）「マイクロ

マシン・ミラー・アレーを用いた精密光源の開

発」 

  復興促進プログラム（マッチング促進）「無反射ナ

ノ構造体による撮像用マイクロレンズの製造技

術開発」 

 
発 表：誌上発表125件、口頭発表162件、その他29件 
--------------------------------------------------------------------------- 
グリーンナノデバイス研究チーム 
（Green Nano Device Research Team） 
研究チーム長：廣島 洋 

（つくば東） 
概 要： 
 MEMS 作製においては、通常、光リソグラフィに

よりマイクロメートル程度のマスクパターンを形成し、

後段のプロセスが行われる。ナノインプリントは低コ

ストでグリーンなリソグラフィであり、ナノメートル

級のパターン形成が行えるほか、任意の断面形状のパ

ターンを直接形成可能である。このナノインプリント

技術を高度化し、MEMS 作製に適用することで

MEMS の低コスト化、高性能化への展開を図る。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目８、テーマ題目10、テーマ

題目15、テーマ題目16 

 

ヘテロ融合研究チーム 

（Hetero Convergence Team） 
研究チーム長：松本 壮平 

（つくば東） 
概 要： 
 MEMS 技術と異分野における微小スケール効果応

用技術の融合を通じて、環境モニタリングやヘルスケ

アなどの応用領域に適応する MEMS デバイスに求め

られる新しい微細加工技術・デバイス技術を実現する

ための研究開発を推進する。具体的には、3次元微細

構造やマルチスケール構造を実現する微細加工技術、

これらと流体・物質との相互作用に基づくデバイスの

構築とシミュレーション技術を中心に研究開発を実施

する。長期的には、これらの融合によりユビキタスマ

イクロシステムにおける化学・物理センサ機能、エネ

ルギー変換機能等を有するマイクロデバイスの実現を

目指す。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ

題目９、テーマ題目11、テーマ題目14、テ

ーマ題目16、テーマ題目18 

 

大規模インテグレーション研究チーム 

（Large Scale Integration Research Team） 

研究チーム長：高木 秀樹 

（つくば東） 

概 要： 

 高機能で高付加価値なシステムを実現するため、

MEMS や LSI などの異種デバイスの集積化技術の開

発を進めている。これら集積デバイスの製造プロセス

において、集積化およびパッケージング工程はコスト

面で大きな比率を占めており、それら工程の高効率化

と低コスト化は重要な課題となっている。本チームで

は、MEMS と異種デバイスを高効率に集積化するた

めの、高精度高速位置決め技術や低ダメージ接合技術

の開発を行っている。また、半導体製造プロセスに比

べて装置コストが遥かに小さく且つ高い生産性を有す

る、射出成形をはじめとする微細成形技術を MEMS
製造に適用するための開発を進めている。さらに、微

細ナノ構造による各種表面機能の実現と、これを利用

した新たな動作原理を持つデバイスやパッケージング

技術の開発を進めている。 



研 究 

(270) 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ

題目15、テーマ題目19  

 

ネットワーク MEMS 研究チーム 

（Networked MEMS & Man-Machine Science 
  Researech Team） 
研究チーム長：一木 正聡 

（つくば東） 
概 要： 
 通信機能をもつセンサ端末であるセンサネットワー

ク等を駆使して環境センシングやエネルギー消費最適

化等を行う技術や、人間・生体の健康管理、安全安心

のための自然界・人工物のモニタリング技術を開発す

るとともに、製造技術の省エネルギー化や環境調和化

のため、ユビキタス電子機械システムの開発を行って

いる。 

 具体的には、物理量や化学量センサ、発電機能素子

など異分野融合デバイスを統合した数 mm 角以内の

通信機能付きセンサノードチップを実現するための要

素技術・集積化・実装技術の開発を行うとともに、セ

ンサノードのプロトタイプデバイスを用いて、上記の

センシング・モニタリングシステムの開発を進めてい

る。また高齢者や幼児の見守りシステムに応用可能な

ヒューマンインターフェースの調査・開発研究を積極

的に進めている。実証試験として、コンビニエンスス

トアにおける電力消費モニタリングを行い、データの

収集環境の整備を行った。 

 さらに、これらのデバイス・システムの社会への還

元を積極的に推進するため、オープンイノベーション

拠点としての TIA（つくばイノベーションアリー

ナ）-N-MEMS 拠点の立ち上げ・充実化・運用を主導

するとともに、この中で大学・企業等との連携を積極

的に進めるため、人材育成サービスプログラムおよび

MEMS ファウンドリシステムの充実化を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目６、テーマ題目８、テーマ

題目10、テーマ題目12、テーマ題目13、テ

ーマ題目17 

 

ライフインターフェース研究チーム 

（Life Interface Research Team） 
研究チーム長：亀井 利浩 

（つくば東） 
概 要： 

ライフサイエンスの最前線は、分子生物学的な手法

による、核酸、たんぱく質など生体分子の構造・機能

の解明から、様々な生体分子が高度に組織化されたシ

ステムとしての細胞や生命体を理解する方向にシフト

している。このような文脈の中で微小電子機械システ

ム（MEMS）、マイクロ流路技術、および半導体集積

回路は、並列動作・処理、小型性、三次元加工、試薬

消費量の低減、分析の高速化等の特徴により、今後、

Point-of-Care 診断、創薬、再生医療、個別化医療を

革新し、少子高齢化社会を迎える我が国において、生

活の質を維持しながら、医療費の削減できる技術とし

て期待されている。これを実現するために、明確な出

口イメージを描きながら、オンサイトで化合物が作製

できるマイクロリアクター技術、圧電 MEMS 技術な

ど、異なる専門分野を融合し、システムレベルでの設

計・動作・性能の最適化を図っていく。また、ライフ

サイエンス分野では、産業界、大学、公的研究機関等、

産総研内外の研究人材を積極的に糾合していくことが

イノベーションにとって特に重要であるため、

MEMS 共用施設の活動の一翼を担うことによって、

ライフイノベーションを実現することを目指す。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目７、テーマ

題目８ 

 
Macro BEANS連携研究体 

（Collaborative Research Team of Macro BEANS） 
連携研究体長：伊藤 寿浩 

（つくば東） 
概 要： 
 Macro BEANS 連携研究体は、「異分野融合型次世

代デバイス製造技術開発プロジェクト」（BEANS プ

ロジェクト）（経済産業省・NEDO 委託費）（H20～

H24）の主要な研究開発項目の一つである「マイク

ロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」

を産総研において産学連携の集中研方式で実施するた

めに設置された。 

 本連携研究体における集中研方式による共同研究に

は、技術研究組合 BEANS 研究所に出向する3企業の

研究者および同研究所契約研究員1名が参加するほか、

大学研究者も参加している。 

 マイクロ・ナノ構造を有する高品位機能膜をメータ

ー級の基板に真空プロセス装置を用いずに形成する製

造技術と、基板の大面積化を伴うことなく、メーター

級のフレキシブルシートデバイスを実現する、製織技

術などを活用した新たな製造技術を創出する事を具体

的目標とする。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目９ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高集積・大面積製造技術の開発 

［研究代表者］廣島 洋 

（グリーンナノデバイス研究チーム） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、亀井 利浩、 

栗原 一真、張 毅、魯 健、倉島優一、 

       銘苅 春隆、尹 成圓、高松 誠一 
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（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、高機能で安価かつ大面積での MEMS
製造技術を開発することを目指している。具体的には、

100nm より微細な3次元構造体をメートル級の大きさに

わたり、低コストかつ低環境負荷で、レジストや金属メ

ッキ構造体、多結晶シリコン材料等を用いて MEMS を

量産するための基盤技術を開発する。 

低コストのプロセス技術である射出成形技術により

MEMS デバイスを大量生産する技術を開発した。プロ

トタイプデバイスとして可変照明用 MEMS ミラーを試

作するとともに、駆動および制御回路を合わせて開発し、

デバイスの性能評価や信頼性の評価を行った。 

パターニングが容易で安定性に優れる疎水性の単分子

膜を用いて、微小なチップ部品を純水の表面張力を用い

てキャリアウェハ上に高速高精度で位置決めする技術を

開発した。さらにチップ部品の一括転写を実現するため、

疎水性単分子膜パターンによりキャリアウェハとチップ

との結合力をコントロールする技術を開発した。 

大面積の MEMS デバイスとして、繊維に配列した

MEMS を織り込むことにより作製する新しい MEMS
作製手法の応用例として、LED チップをファイバーに

搭載し、織り込んだ1m し、織の大面積発光ファブリッ

クを開発に成功した。 

耐熱性のあるポリイミドの加工法として、光反応型の

ブロック共重合型ポリイミドの光熱併用インプリント手

法に取り組み、パターン形成後の加熱方法の改善により

従来方法では得るのが困難な非常に良好な形状を有する

3µm 幅の埋め込み配線用パターン形成に成功した。 

ナノインプリントのリソグラフィへの適用を目指して、

残膜の均一化が図れる容積均一化モールドを数10ナノメ

ーターの寸法領域に対応可能なモールド作製プロセスを

構築し、作製した容積均一化モールドにより光ナノイン

プリントを行い、残膜が均一なナノメータパターン形成

を実証した。 

このほか、MEMS 関連のセミナーやオペレーション

指導、さらに、信州大学との連携大学院、茨城大学、東

京理科大学、筑波大学からの研修生受け入れを通じて、

教育への貢献と人材育成に役立てている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］MEMS 製造ライン、人材育成事業、大

面積インプリント、ポリマーMEMS 
 
［テーマ題目２］ユビキタス電子機械システムの開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（副研究センター長） 

［研究担当者］伊藤 寿浩、松本 壮平、池原 毅、 

小林 健、岡田 浩尚、鈴木 章夫、 

森川 善富、井上 朋也、高田 尚樹、

松本 純一（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 つくば東2G 棟クリーンルームにおける夏の空調省エ

ネの取り組みでは、消費電力モニタリングシステムを活

用した機器の運転調整と空調機循環ファンのインバータ

ー化改修により、7～8月消費電力平均値で平成22年度の

約59MWh から平成24年度は約21.6MWh と約63%の削

減を達成した。 

 ライフインターフェースデバイスとして、鶏健康モニ

タリング無線センサ端末の開発を行った。平成23年度ま

でに試作を行った端末に用いてきた低周波 Si 圧電加速

度（活動量）センサでは耐久性に問題があったため、平

成24年度は PVDF フィルムを利用した加速度（活動

量）センサを搭載した端末を開発した。鶏の微小加速度

を検出できるよう、端末基板自体を錘とし、その固定端

をケースとする新たな PVDF カンチレバー構造を開発

した。この端末を鶏に取り付け、微小な加速度を検出で

きることを実証した。 

 化学プロセス等を行うマイクロ流体デバイスの構築に

必要となるマイクロ流内や多孔質等複雑形状内における

自由界面を伴う流れのシミュレーション技術に関して、

自由界面モデルであるフェーズフィールドモデル

（PFM）の適用範囲を拡張し、解法として有限要素法

（FEM）および格子ボルツマン法（LBM）の数値安定

性を向上させる改良を行った。この結果、表面張力が支

配的かつぬれ性の影響が大きいことなどから従来の方法

では高精度な計算が困難な対象であったマイクロ流路内

スラグ流形成過程等の高精度シミュレーションが可能と

なった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］無線センサネットワーク、電力モニタリ

ングシステム、ヒューマンインターフェ

ース、マイクロ流体、化学合成、流体シ

ミュレーション 

 
［テーマ題目３］実証研究のための高信頼性スマートセ

ンサーシステムの開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 

［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、鈴木 章夫、

藤本 淳（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 セブンイレブン・ジャパンとの共同研究「スマートセ

ンサーを活用したスマートコンビニエンスストア実現に

向けた実証研究」と並行して、スマートコミュニティ実

証実験の一つとして、集積マイクロシステム研究センタ

ー各チーム・関連技術研究組合などが平成23年8月より

集結するつくば東事業所4G 棟の消費電力モニタリング

実証実験を行いながら、高信頼性スマートセンサーと、

その分析（プロファイリング）システムを開発すること

を目的とした。 

特に平成24年度（研究期間：～平成24年9月）は、

2.4GHz 帯に比べ通信距離が長い900MHz 帯の無線セン
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サ端末・受信システムを開発するとともに、電流、温湿

度、加速度（ドアの開閉）、気圧などの環境を測定する

無線環境センサを開発し、コンビニエンスストアやつく

ば東事業所4G 棟で検証実験を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］センサネットワーク、無線センサ端末 

電力モニタリング 

 

［テーマ題目４］大面積3次元微小構造体の研究開発 

［研究代表者］廣島 洋 

（グリーンナノデバイス研究チーム） 

［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、廣島 洋、

池原 毅、倉島優一（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、首都大の江副裕一郎らと協力して、衛

星搭載用の超軽量 MEMS-X 線望遠鏡の開発を目指して

いる。MEMS-X 線望遠鏡は、ウエハに無数に刻まれた

スリット側壁で X 線を反射、集光する原理に基づいて

おり、MEMS の作製プロセスを利用して作製する。目

標としている MEMS-X 線望遠鏡の口径は12インチであ

る。本年度は、MEMS-X 線望遠鏡で形成すべきスリッ

トパターンを設計し、レーザー直接描画により12インチ

シリコン基板にレジストパターンを形成し、それをマス

クとして、Si の深掘り反応性イオンエッチングにより

垂直性の良いスリット穴を形成した。この段階ではスリ

ットは貫通しておらず、さらにシリコン基板の裏面を化

学機械研磨することで貫通スリットが形成される。この

一連のプロセスにより12インチシリコン基板に所望の貫

通スリットが形成できることを確認した。X 線集光のた

めには、このウエハを湾曲する必要がある。従来は加熱

による湾曲を行っていたが、より簡便に曲げる手法とし

て、メッキの応力を利用する手法に取り組み、4インチ

のパターンなしシリコンウエハによる実験で、所望の湾

曲量が十分に実現できることを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、Ｘ線望遠鏡、深掘り反応性イ 

オンエッチング、化学機械研磨、メッキ 

 

［テーマ題目５］マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造

プロセス技術の開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（副研究センター長） 
［研究担当者］伊藤 寿浩、松本 壮平、高木 秀樹、 

銘苅 春隆、張 毅、小林 健、 
高田 尚樹、松本 純一、高松 誠一、

石田 敬雄（ナノシステム研究部門）、 
三宅 晃司（先進製造プロセス研究部

門）（常勤職員11名） 
［研 究 内 容］ 
 NEDO「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発

プロジェクト」において、技術研究組合 BEANS 研究

所とともに、非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセ

ス技術の開発と繊維状基材連続微細加工・集積化プロセ

ス技術の開発を行った。 
基板サイズ、装置サイズに制約を受けない非真空下で、

大型基板に適用可能な高品位機能膜を形成するプロセス

技術の開発を実施した。赤外光領域を効果的に取り込め

るマイクロメートルレベルのテクスチャー構造の透明導

電膜の開発では、エレクトロスプレーを用いてナノ粒子

の空間会合により平均700nm 径の酸化スズテクスチャ

ー構造形成に成功した。大気圧プラズマ化学輸送法によ

る Si 成膜技術開発では、従来の13.56MHz に代わり、

150MHz へ電源高周波化することでプラズマの高密度

化を図り、材料ガスを用いずに目標成膜速度1nm/sec 以

上を達成した。さらに、不純物（ボロン、リン）がドー

プされた Si を固体ソースとすることで、材料ガスを用

いない Si 膜の荷電子制御プロセス手法を確立し、歪抵

抗効果デバイスや光電変換デバイスを試作し動作実証し

た。雰囲気制御評価モデル機の局所雰囲気の清浄化を図

ることで、密閉型機と同等の多結晶 Si 膜の成膜を実現

した。大型基板への非真空での機能膜形成が可能なプロ

セス技術を開発した。 

 メーター級のフレキシブルシートデバイスを実現する

一連の汎用的な製造プロセスとして、繊維状基材の連続

高品位機能膜被覆プロセス、3次元ナノ構造高速連続形

成基本加工プロセス、異種繊維上基材の製織集積化プロ

セスの開発を行った。連続高品位機能膜被覆プロセスに

ついては、連続成膜システムにより、有機半導体

（ P3HT ： PCBM ）、 圧 電 体 （ PVDF ）、 導 体

（PEDOT：PSS）、絶縁体（PMMA）について基材線

速50m/min での形成を実現するとともに。これらの導

体、有機半導体の積層膜を用いた光電変換素子を試作し

た。3次元ナノ構造高速連続形成プロセスについては、

リールツーリール熱ローラーインプリントプロセスの改

良により、送り速度20m/min での製織ガイド構造の連

続、安定インプリントを実現した。また、最小線幅2µm
のリールツーリール光リソグラフィプロセスを確立する

とともに、高感度抵抗型温度検出デバイスを試作した。

さらに、マイクロ流路内混相流を応用する中空繊維状基

材内均一セル状構造形成プロセスを開発し、磁気駆動に

よる繊維状反射型表示素子とシート状デバイス試作によ

り実証した。異種繊維状基材の製織集積化プロセスにつ

いては、リールツーリールプロセスで連続形成可能な有

機導電膜（PEDOT：PSS）を被覆したエラストマー可

動接点構造導入により、接点の寿命を5倍向上させ、高

さ1m の製織シートにおいて曲率半径1cm までの曲げ変

形を与えても基材間の安定的な接触を維持できることを

明らかにした。そして、リールツーリール素子実装装置

およびスクリーン印刷機を開発するとともに、異種繊維

状基材を製織する自動織機（ウィービング装置）にアラ

イメント、ファイバー変形防止機能を付加することによ
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り、横幅1.2m で有機光電変換素子、圧電素子、温度セ

ンサ、圧力センサ、LED アレイの5種類以上の素子実装

型繊維状基材のシート化プロセスを開発した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］大面積デバイス、非真空プロセス、繊維

状基材微細加工、フレキシブルデバイス 

 
［テーマ題目６］グリーンセンサ・ネットワークシステ

ム技術開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 
［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、高木 秀樹、

池原 毅、張 毅、小林 健、魯 健、

岡田 浩尚（常勤職員8名） 
［研 究 内 容］ 
 NEDO「グリーンセンサ・ネットワークシステム技

術開発プロジェクト」において、技術研究組合

NMEMS 技術研究機構とともに、グリーン MEMS セ

ンサの開発、無線通信機能及び自立電源機能を搭載した

グリーンセンサ端末の開発を行うとともに、システムの

実証研究としてスマートコンビニ実現に向け、プロトタ

イプセンサを用いて実証のためのデータを収集・分析を

実施した。 

具体的には、次のような成果が得られた。（1）電流磁

界センサ：mT～pT までの幅広い磁界検出が可能で

あること、100µW 以下の低消費電力でセンサ動作が

可能であることを確認した。（2）塵埃センサ：トリ

ガーと塵埃検出部を組み合わせ、10Pa 以上の圧力

変化で動作することを確認した。（3）CO2濃度セン

サ： CO2濃度別のインピーダンス値より、 300～

3000ppm で目標分解能±100ppm を満たすこと、CO2ガ

ス濃度検出時間が10分以内で可能であることなどを確認

した。（4）VOC 濃度センサ：数百 kHz の共振周波数

と100以上の Q 値及び数 mV の出力を有するポリマ

ーベース振動式 VOC 濃度センサを開発することが

できた。（5）赤外線アレーセンサ：16×16の画素数、

チップサイズ7mm×7mm、画素ピッチ250µm 角、素子

応答速度30msec、視野角90度、100Pa 以下の真空度で

0.25K 以下の温度分解能を実現した。 

グリーンセンサ端末の開発では、DSC と EDLC から

構成される超小型高効率低照度環境向け自立電源の研究

開発を行い、リーク電流を0.3µA/cm2から0.05µA/cm2に

低減すると共に電圧保持率を80%から90%に高める事が

出来た。また端末エネルギーマネージメント回路を開発

において、低電力充放電監視回路によりコンデンサの動

的変更を行うコンデンサアレイ方式により目標（端末起

動時間を、従来技術比1/100以下、典型的な負荷変動に

対し、出力電圧変動10%以内）を達成可能な見通しを得

た。低消費電力無線通信技術として、-130dBm の受信

感度となる無線送信を低消費電力で行うため、128個の

周波数チャンネルと16個程度の拡散符号を用いた多値化

通信方式を開発した。 

また、無線グリーンセンサ端末機能を低コストかつフ

レキシブルに集積化するために、MEMS センサ、セン

サ信号処理及び無線送信 LSI、ディスクリート部品を、

部品内蔵基板を用いて集積化した、高機能プラットフォ

ームのシステム設計を行った。これらにより、5×5mm
角の無線温湿度センサ端末プロトタイプを試作・評価し

た。MEMS センサからの信号を収集・処理する機能、

及び無線通信する機能を備えた低コスト・低消費電力・

高集積化 LSI の設計し、デバイスを試作した。 

スマートコンビニ実証に関して、量産タイプ小型無線

電力センサシステムを改良して、東北地区、東海地区の

CVS1700店舗以上へ合計14000個以上の無線電力センサ

を実装して、個店ごとの消費電力をリアルタイムにモニ

タリングできる大規模な実証実験システムを実現した。

さらに、CVS の省エネ10%を目的に、店舗および店舗

周辺の温湿度および冷蔵庫ドアの開閉をモニタリングす

る環境センサ300個を立川・京都地区60店舗に実装し、

電力増加の要因となるパラメータ抽出（プロトタイププ

ロファイリングシステムの開発）に成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS センサ、無線センサ端末、セン

サネットワーク、低消費電力化、大規模

実証実験、省エネルギー 

 

［テーマ題目７］フォトニクス・エレクトロニクス融合

システム基盤技術開発 

［研究代表者］亀井 利浩（ライフインタフェース研究

チーム） 

［研究担当者］亀井 利浩、眞子 祥子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、大規模集積回路においては、データ遅延や電力

消費といった電気配線に起因する問題が顕著となりつつ

あり、シリコン光配線が注目されている。アモルファス

シリコンは低温プロセス（300℃以下）により、シリコ

ン電子回路上に形成でき、かつ3次元光配線を実現でき

ることから、近年、大きな注目を集めている。最終的に

3次元光配線を構築するには導波路などの受動型デバイ

スだけで能動型デバイスを開発する必要があり、特に電

気信号を光信号に変換する高性能な変調器は最重要であ

るため、我々は、「アモルファスシリコン変調器」の開

発を進めている。 

 平成24年度は、独自構造のアモルファスシリコン変調

器の試作し、光の透過性を確認し、ファブリーぺロー共

振器構造において、バイアス電圧の印加することにより、

屈折率を変調することに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］3次元光回路、シリコンフォトニクス、

アモルファスシリコン、大規模集積回路 
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［テーマ題目８］マイクロシステム融合研究開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 

［研究担当者］前田 龍太郎、高木 秀樹、小林 健、 

松本 壮平、岡田 浩尚、亀井 利浩、

張 毅、井上 朋也、松本 純一、 

高田 尚樹、栗原 一真、魯 健、 

尹 成圓、倉島 優一、山本 泰之

（計測標準研究部門）、住友 慶子、 

多喜川 良、小木曽 真佐代、 

安達 仁朗、張 嵐、 

チェ スンチョル、孫 秀茹、 

田中 久美子、牧本なつみ、 

Park Sang-Cheon、前田 敦彦、 

橋本 はる代、大瀧 憲一郎 

（常勤職員15名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 MEMS と微細集積回路など異種要素を融合した、高

付加価値なマイクロシステムの実現を目指し東北大学と

協力して開発を進めている。東北大学では「ヘテロ集積

化初期試作」、「試作コインランドリ」、「超並列電子線描

画装置」をサブテーマとして実施し、「ヘテロ集積化量

産試作」、「高効率 MEMS 融合製造技術」のサブテーマ

を産総研にて実施している。 
 「ヘテロ集積化量産試作」では、東北大学の「ヘテロ

集積化初期試作」や産総研において開発する各種デバイ

スを、実際の民生機器に適用するための量産試作の場を

提供する。圧電 MEMS プロセス技術の開発について、

成長欠陥を大幅に低減しつつ（100)/(001）配向 PZT 薄

膜を形成する条件を確立し、圧電定数 d33が200pm/V で

面内ばらつきが10%以内を実現した。またこれを利用し

たマイクロ静電気センサの特性向上を実現するとともに、

制御用のカスタム IC を試作した。MEMS 粘性センサ

について、歪ゲージによる変位検出に成功するとともに、

電磁コイル駆動方式のセンサパッケージングを開発した。

ガラスマイクロリアクタの開発において16ch リアクタ

を用いた並列運転技術を確立した。ポイントオブケアマ

イクロ流体バイオチップの開発において、キャビティ底

部に接合したレーザーダイオードからの垂直方向へのレ

ーザー発振を確認した。 
「高効率 MEMS 融合製造技術」では、異種デバイス

集積化のための接合プロセスや、微細成形による

MEMS 製造技術などの、低コスト低環境負荷の MEMS
製造プロセスの開発を進めている。MEMS 構造の封止

保護と異種デバイスとの電気接続を同時に実現するため、

金属膜および金属メッキパターン表面を平坦化する技術

を開発し、低温低荷重での接合を実現した。また、液体

の表面張力を利用したセルフアセンブリにおいて、チッ

プとキャリアウェハの付着強度を制御する手法を開発し、

多数チップの一括転写の歩留まり向上を図った。微細成

型技術による MEMS デバイスの作製では、生産性に優

れた射出成形により MEMS 構造を作製する技術を確立

するとともに、可変照明デバイスおよびその制御システ

ムを開発し、デバイスとしての有効性を確認するととも

に信頼性の評価を開始した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー、材料、製造 

［キーワード］ヘテロ集積化、MEMS、圧電材料、微

細接合、微細成型 

 

［テーマ題目９］グリーンアプリケーションのために繊

維状基材連続微細加工技術の開発 

［研究代表者］張 毅（ヘテロ融合研究チーム） 
［研究担当者］張 毅、Yang Zhuoqing 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 埋め込み型マイクログルコースセンサを表面マイクロ

マシニングによって外径330µm のキャピラリー上に作

製した。繊維状基材へのレジスト塗布プロセス、金属膜

のウェットエッチングおよびリフトオフプロセスを開発

した。また、繊維状基材による埋め込み型マイクログル

コースセンサの量産に必要となる三次元レーザー描画に

よる三次元露光マスクの開発を行った。従来の三次元レ

ーザー描画技術による描画エリアが最大でも300ミクロ

ン角程度であったのに対し、本研究では最小線幅2ミク

ロンで2000ミクロンエリアの描画に成功した。また、繊

維状基材の長さ1mm のエリアに一括露光するプロセス

の開発にも成功した。今後、繊維状基材の直接リソグラ

フィ技術と微細加工プロセスを確立し、植込み型マイク

ロセンサとデバイス化技術の研究を進めてゆく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］MEMS、繊維状基材、マイクロセンサ 
 

［テーマ題目10］牛消化器疾病早期摘発のための無線ル

ーメンセンサ・ネットワークシステム

の開発 

［研究代表者］伊藤 寿浩（副研究センター長） 
［研究担当者］伊藤 寿浩、岡田 浩尚、高松 誠一、 

野上 大史（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 ルーメンにフィステルを外科的に装着したホルスタイ

ン種成牛（以下ルーメンフィステル装着牛）において、

無線通信性能評価、完全固体型 pH センサ・温度センサ

の性能評価、経口投与型端末の詳細形状検討および胃運

動解析のために、実験システムを構築した。 

加速度センサ、温度センサを搭載した315MHz 帯の

無線センサ端末を用意し、315MHz 帯通信の有効性、

温度センサの性能確認、加速度センサによる胃運動解析、

ルーメン内に留置するための端末重量の検討を行った。

その結果、重量密度を2.0gf/cm3に調整した端末であれ

ば、ルーメン内に留置させることができ、連続的なデー

タ取得が可能であることがわかった。また、ルーメン内
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温度センシングについては、概ね37.5～39℃の幅でのル

ーメン内温度変動を測定することができること、飲水に

伴う温度低下なども確実に検出できることが確認できた。 

さらに加速度センサを使った胃運動流動解析では、1分

間に1～2回の、胃収縮運動によるものと思われる大きな

流動を捉えることができた。 

上記の結果を受け、低周波の胃運動流動に適合する2

種類の胃運動センサデバイスの開発を行った。一つは

Pb（ Zr0.52, Ti0.48） O3（PZT）薄膜を利用した

MEMS デバイスであり、梁を S 字形状にして長くする

ことで低周波での動作を可能とした。もう一つは

PVDF（ポリフッ化ビニルデン）を利用したデバイスで

あり、感度は低いが特別な実装を行わなくても壊れにく

いという特徴がある。これら2つのデバイスに関し、基

本的な特性を確認することができた。完全固定型 pH セ

ンサについては、デバイスの設計を完了し、フォトマス

クを製造するとともに、ITO 電極形成プロセス等の要

素プロセスの検討を終えた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］リモートセンシング、無線センサ端末、 

圧電センサ 
 

［テーマ題目11］ソーレ効果を活用したガス分離用マイ

クロ流体デバイスの開発 

［研究代表者］松本 壮平（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］松本 壮平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 芝浦工業大学との協力により、マイクロ化学プロセス

等における精製工程での応用を想定したガス分離用マイ

クロ流体デバイスの開発を行っている。成分分離の原理

として、温度勾配によって駆動される分子拡散現象であ

るソーレ効果を応用することで、廃熱等を利用し化学的

処理を一切必要としない新しいガス分離技術の確立を目

指す。マイクロスケールでは大きな温度勾配の形成や安

定した層流の実現が容易であるためソーレ効果の発現に

は有利である一方、実用的な分離効果と処理量を両立さ

せるための MEMS 流体デバイスの開発は、複数の機構

による物質輸送が共存する流れ場の適切なハンドリング

が要求される挑戦的な課題となっている。初年度である

今年度は、基本となる流路構造を MEMS 加工技術によ

り作成し、水素・二酸化炭素の混合ガスを用いて原理検

証実験を行った。その結果、MEMS 流体デバイスを用

いたソーレ効果によるガス分離の確認に成功した。今後

は多段化等による分離効果の向上を図る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、マイクロ流体デバイス、ガス

分離、廃熱利用 
 

［テーマ題目12］無線通信による熱中症予防支援システ

ムの構築と被服環境デザインの最適化 

［研究代表者］一木 正聡 

（ネットワーク MEMS 研究チーム） 

［研究担当者］一木 正聡、鈴木章夫（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 暑熱環境下でのスポーツ時、オフィス作業時や肉体労

働時等の各種作業時の熱中症予防に向けて、実際の生活

環境での着衣の温熱環境状態計測を連続して行うため、

人体、着衣、環境に関わる温熱環境物理量を計測し無線

で集積し、同期して人の温熱的快適性の指標となる温熱

感覚計測ができ、被験者に装着負荷が少なく、常時モニ

タリング可能な無線機能付きのウェアラブルシステムを

開発し、ウェアラブルシステムでの計測・解析・評価を

行い、各種作業時の常時モニタリングシステムへ応用し、

熱中症予防に貢献するシステムを構築することを目的と

する。 

 また、暑熱環境時の熱中症予防のため温熱的に最適な

着衣の条件を検討するため着衣の熱水分移動性能への風、

動作および着衣のデザインによる影響を評価するシステ

ムを構築する。手足の揺動による着衣のふいご作用によ

る換気は、人体からの熱水分移動性を促進させるため環

境の風の効果以上に着衣の温熱快適性向上に重要である

が、しかし、現状では、きちんとした定量法が規定され

ていない状況である。そこで、そこで、本研究では、温

熱的に快適な着衣の条件を検討するため発汗・歩行動作

マネキンとトレーサガス法を用いて温熱的に快適な着衣

のデザインを検討する評価法を構築する。 

 実証試験をフィールドと実験室環境で行うために環境

整備を進めるとともに、試験自体も実施している。また、

取得した生体データの解析と小型・高性能化に向けたシ

ステム構築のために技術的な検討を行っている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］熱中症、センサ、無線、被服、環境、予

防、システム化 

 

［テーマ題目13］圧電素子を用いた高出力振動発電装置

の実用化に関する研究 

［研究代表者］一木 正聡（ネットワーク MEMS 研究

チーム） 

［研究担当者］一木 正聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

エンジン、発電機、走行車両など振動する機械構造物

において無駄に消散されている振動エネルギーを、高い

効率で電気エネルギーに変換する圧電素子を用いた振動

発電素子を開発することを目的とする。まず、エネルギ

ー変換効率の指標となる電気機械結合係数を大幅に高め

るために圧電素子に添加する添加剤の種類、濃度および

厚さ、積層数を最適化する。さらに、負荷荷重や振動回

数が圧電素子の発電性能、耐久性および構造健全性に及

ぼす影響を明らかにするために、圧電素子の長時間振動

発電試験、繰り返し圧縮・除荷試験、破壊試験を行う。
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このような研究を行うことにより、高出力かつ高信頼性

を有する機械構造物のための振動発電素子を開発する。 

本研究では、この PZT を用いて、高いエネルギー変

換効率を有し、かつ高信頼性を有する振動発電用素子を

開発することを主目的とする。さらに、次世代素子とし

て鉛フリーの圧電素子の適用性も検討する。以下にその

研究目標を示す。 

①発電素子として、電気機械結合係数 k33を0.8以上

に向上させることを目標とする。PZT への添加剤、添

加濃度、添加剤の組み合わせなど添加剤の最適配合を決

定するため、有力な各種添加剤を組み合わせて添加した

PZT を用いた荷重除荷試験を行い、発電特性を把握す

る。さらに、PZT の最適な厚さや積層数を決定するた

め、厚さや積層数を各種変化させた PZT を用いた荷重

除荷試験を行う。これらの最適条件を組み合わせて高エ

ネルギー変換効率を持つ積層型 PZT、すなわち、発電

素子の最適な材料成分と構造を決定する。 

②これまで定式化されていなかった圧電素子の発電特

性に関する等価電気回路モデルを導出するとともに、最

適発電素子を用いた発電装置として蓄電までの周辺回路

を含めた最適化を行う。 

③PZT への負荷荷重や繰り返し荷重が発電性能や強

度などの耐久性に及ぼす影響を把握し、振動発電のため

の発電素子の適用条件を明確にするために、最適化され

た PZT や積層型 PZT に対する振動発電試験や繰り返し

荷重試験を行う。振動回数は1000万回を目標とする。 

④本研究で得られた知見を BaTiO3や（Na,K）NbO3

等の鉛フリー圧電材料に対しても適用し、次世代の環境

低負荷素材の発電特性向上の検討を行う。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］圧電、発電、セラミックス、素子、高出

力化 

 

［テーマ題目14］水素及び空気（酸素）の直接反応法に

基づいた過酸化水素新規製造プロセスの

研究開発 

［研究代表者］井上 朋也（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］井上 朋也、陸 明 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 本研究開発では、現行のアントラキノン法に代わり、

水素と空気（酸素）から過酸化水素を製造する直接反応

法プロセスの開発を行う。本開発プロセスにより、石油

由来のアントラキノンの使用量及び二酸化炭素排出量を

低減し、環境負荷の低減を図るとともに、化学品原料の

転換・多様化を実現する。とくに、安全性と生産性の両

立のため、迅速な熱交換及び気液の物質移動の促進に有

用なマイクロリアクター技術による反応器の開発を行う。 

研究計画 

 1kg/日相当の過酸化水素製造に対応できる、マイク

ロリアクター技術に立脚した固定床反応器を確立する。

また、本反応器を用いたシステムにより過酸化水素製造

を実証する。 

年度進捗状況 

 安全性と生産性の両立のため、迅速な熱交換及び

気液の物質移動の促進に有用なマイクロリアクター

技術による反応器の開発を行ってきた。 

具体的には32倍のナンバリングアップリアクター

（10%過酸化水素0.5kg/d）に導入する高性能触媒の

開発、ならびに並列運転に必要な技術開発を行った。

とくに触媒開発により、対水素収率70%近くの実績

を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マイクロリアクター、ナンバリングアッ

プ、水素および空気（酸素）の直接反

応プロセス、過酸化水素 

 

［テーマ題目15］超高速ナノインプリントリソグラフィ 

－高スループット－ 

［研究代表者］廣島 洋 

（グリーンナノデバイス研究チーム） 

［研究担当者］廣島 洋、高木 秀樹、銘苅 春隆、 

尹 成圓、王 清、鈴木 健太 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超高速ナノインプリントリソグラフィ－高スループッ

ト－の研究においては、凝縮性ガスを利用したモールド

への樹脂の完全充填効果を検証し、スケーリングにより

20nm レベルでも有効に機能することを確認する。また、

容積均一化モールドの充填に影響を与える因子を抽出し、

モールド構造の最適化の指針を得る。ナノインプリント

リソグラフィの高スループット化のボトルネックである

モールドへの樹脂充填時間を最小化するためのモールド

構造を作製し、スループット100枚／時を実現する上で

必要となる0.1秒以下の樹脂充填を実現し、モールド全

域の充填が20nm レベルにおいても完了可能であること

を実証する。 

 半導体応用を目指したインプリント装置では雰囲気と

して大気でなく He が利用されている場合があり、研究

中の凝縮性ガスペンタフルオロプロパン（PFP）雰囲気

下のプロセスと He 雰囲気下のプロセスの比較や He と

PFP との混合ガス中のプロセスに関して検討した。チ

ェッカーパターンへの充填評価では、大気中では600秒

でも充填が完了しないかったが、He 雰囲気下では約17

秒で充填が完了し、He にもバブル欠陥抑止効果がある

ことが確認された。これに対して、PFP 雰囲気では

0.13秒で充填が完了し、He に対して1/100以下の時間

の高速充填プロセスが可能であることが分かった。He
と PFP との混合雰囲気下でのインプリントプロセスで
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PFP と He の濃度比が充填時間に与える影響を評価し

たところ、He の比率の2乗で充填時間が変化した。ま

た、上記混合比におけるインプリント試料の表面荒さは

PFP の比率が高いほど大きいが、PFP:He=1:3程度まで

の混合比であれば、表面ラフネスはほとんど増大せず、

He を利用する装置に PFP を添加することで表面ラフ

ネスを増大させることなく、40%以上の充填時間の短縮

が期待できると考えられた。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］光ナノインプリント、インプリントリソ

グラフィ、次世代リソグラフィ、半導体

製造技術 

 

［テーマ題目16］ULP ユビキタスセンサの開発 

［研究代表者］前田 龍太郎（研究センター長） 

［研究担当者］前田 龍太郎、伊藤 寿浩、廣島 洋、

松本 壮平、銘苅 春隆、松本 純一、

張 毅、藤本 淳、松本 光崇 

（サービス工学研究センター） 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 IT 機器の消費電力を無給電・非接触で測定する平均

消費電力1µW レベルの無線センサ端末およびネットワ

ークシステムを開発するため、次の研究項目を実施した。 

1) 高効率超小型コイル開発 

2) 超低消費電力専用回路開発 

3) 超低消費電力無線センサ端末の開発 

4) ネットワーク測定システムの開発 

5) 社会実証実験の実験計画 

 昨年度提案した、ガラスチューブを基材として用いて

銅メッキコイルのパターニングを行ってから、パーマロ

イの線材をガラスチューブに通すという製造プロセス・

コイル構造により、コイル線幅30µm、コイル高さ

5.6µm、ピッチ40µm の銅メッキ微小コイル構造を製作

することができた。 

 一方、無線電流センサ端末の開発では、実質無給電

型・バッテリー交換レス（端末寿命は基準電圧参照用電

池の自然放電寿命で決定）、理論平均消費電力1µW 以下

の無線電流センサ端末を実現した。この端末は、クラン

プセンサを介してコンデンサに電荷を貯め、送信可能な

電圧が出力できるようになった時点で1回送信するとい

うように動作するもので、通信頻度が、クランプセンサ

が挿む電線に流れる電流に比例することを利用して電力

モニタリングを行う新しいタイプのセンサ端末である。

通常の昇圧回路では、消費電流が mA レベルとなるた

め、コッククロフト・ウォルトンの倍電圧整流回路を使

用するとともに、消費電力が高いタイマー素子も RC と

ダイオードを使用した簡単な回路で代替している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］マイクロコイル、ユビキタスセンサ端末、

MEMS、センサネットワーク 

 

［テーマ題目17］ナノ格子制御による薄膜キャパシタ構

造の作製と剥離・転写・接合によるナノ

電子部品用実装技術に確立 

［研究代表者］一木 正聡 

（ネットワーク MEMS 研究チーム） 

［研究担当者］一木 正聡、田中 久美子、小幡 實 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、次世代のエレクトロニクス分野における

主要構成要素の一つである基本構造をナノ構造制御に確

立すると共に、ナノ実装技術としてシステム化すること

を目標とする。提案者らは他のグループに先駆けて従来

比20倍程度の高容量密度キャパシタをプリント基板上に

形成する剥離・転写の基本プロセス技術を確立してきた。

しかし、剥離性の基板上に高容量密度の薄膜キャパシタ

を作製するための、制御要因や機構などは明らかになっ

ておらず、本技術の実用化のために技術基盤としては科

学的知見及び主要技術が十分に蓄積されているとは言い

難い状況である。そこで、本研究では、ナノ格子の結晶

整合／不整合性を活用して、金属電極と薄膜キャパシタ

による基本構造の結晶成長を実現すること、またナノ表

面機構を明らかにすることで、ナノ実装プロセス技術と

してのシステム化を図り、従来は不可能であった高性能

ナノ電子部品の内蔵実装を実現するための、次世代の電

子回路基板のための製造基盤技術として確立することを

目標として研究を行う。 

具体的には、薄膜構造体の作製においては内部応力の

制御が必要であること、剥離性基板上での密着性の機構

が鉛元素の電極を通じた拡散にあり膜厚との相関によっ

て密着特性が決まること、特性パラメータの最適化によ

り熱処理温度が全要因の3/4程度の定量性を占めている

ことを明らかにした。これらの新しい知見を元にした科

学的あるいは技術的な展開を行うことができると考えて

いる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］格子制御、薄膜、キャパシタ、誘電体、

剥離、転写、実装、MEMS 
 

［テーマ題目18］マイクロマシン・ミラー・アレーを用

いた精密光源の開発 

［研究代表者］松本 壮平（ヘテロ融合研究チーム） 

［研究担当者］松本 壮平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 科学技術振興機構復興促進プログラムによる企業との

共同開発課題として、撮像素子等の評価に用いることを

想定した精密光源の小型化・低コスト化に関する開発を

行った。従来技術で用いられていたフィルタ等の光学部

品やそれらを駆動するための機構部品等を MEMS 光学
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素子で置き換えることにより、小型化と低コスト化、容

易なメンテナンス等の利点を有する精密光源の実現を目

指している。今年度は可能性試験として、MEMS 光学

素子を中心とする光学系各部の仕様を検討し、基本的な

構成の光源システムのプロトタイプおよびその評価シス

テムの試作を行った。また、これらを用いた特性評価を

行うことで、開発のコンセプトを実証した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］MEMS、マイクロミラーアレイ、精密

光源、低コスト化技術 

 

［テーマ題目19］無反射ナノ構造体による撮像用マイク

ロレンズの製造技術開発 

［研究代表者］栗原 一真（大規模インテグレーション

研究チーム） 

［研究担当者］栗原一真、鎌田かおり 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、マイクロレンズユニットは、8～12メガピクセ

ル以上の高解像度をもち、小型化したレンズユニットを

低価格で提供することが要求されている。本研究は、マ

イクロレンズの表面にナノ構造体を作製することで、反

射防止コートと同等の反射防止効果を得て、蒸着工程を

省ける製造技術を開発している。 

 本課題では、成形だけで既存の反射防止技術と同等の

反射防止特性を実現するナノ構造体金型と、そのナノ構

造体の金型を用いて、撮像用マイクロレンズに要求され

る低光収差を実現する成形技術の研究開発を行い、量産

化の目途を立てることを目標とする。 

 平成24年度は、ナノ凹凸構造体の検討と作製プロセス

を改良し、より成形性の向上した反射防止ナノ構造体を

実現することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ナノ構造体、反射防止、モスアイ、サブ

波長光学素子、光学レンズ 

 

④【先進製造プロセス研究部門】 
（Advanced Manufacturing Research Institute） 

（存続期間：2004.4.1～） 
 
研 究部門長：村山 宣光 
副研究部門長：飯田 康夫、市川 直樹 
首 席研究員：大司 達樹、明渡 純 
総活研究主幹：平尾 喜代司 
 
所在地：中部センター、つくば東、つくば中央第5 
人 員：103名（103名） 

経 費：1,032,959千円（664,737千円） 

 
概 要： 

 我が国の製造産業は、二酸化炭素排出量の削減、資

源制約の緩和、高付加価値製品の開発、製品開発のス

ピードアップ、エネルギー・環境関連製品の製造力強

化、メンテナンス・アフターサービスの強化、少子高

齢化の中での技術技能の継承等の課題に直面している。 

 当研究部門では、これら製造産業の課題解決のため、

「最小の資源」「最小のエネルギー」「最小の廃棄物」

で「最大限の機能・特性」を発揮する製品を「高効

率」で作る製造プロセス技術（ミニマルマニュファク

チャリング）に関する研究開発を先導することにより、

我が国の製造産業の持続的発展、すなわち、我が国の

製造産業の環境との調和と国際競争力の向上に貢献す

ることをミッションとする。また、中小企業など多数

の企業の課題解決や人材を育成するための「ものづく

り支援ツール」の開発と普及を行う。 

 具体的には、以下に示す6つの戦略課題を中核にし

て研究開発を推進している。 

① 高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省

エネルギー製造技術の開発 

 素材、機械等の基幹産業を対象とし、熱利用の高

効率化、低摩擦化、長寿命化等を可能とする高性能

セラミック部材の製造技術、ならびに素形材への表

面機能付与プロセス技術等の加工技術を開発する。 

② 多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技

術の開発 

 多様なニーズに応え、かつ、部材・デバイス・製

品製造に関する省資源・省エネルギーに貢献するた

め、必要な時に必要な量だけの生産が実効的に可能

であり、かつ多品種変量生産に対応できる製造基盤

技術を確立する。 

③ 資源生産性を考慮したエネルギー部材とモジュー

ルの製造技術の開発 

 固体酸化物形燃料電池、蓄電池等に使用される高

性能材料・部材・モジュールを創製するため、希少

資源の使用量を少なくし、従来に比べて小型、軽量

で同等以上の性能を実現する高度集積化製造技術や

高スループット製造技術を開発する。 

④ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材

の開発 

 部材の高付加価値化を進めるため、セラミックス、

金属、ポリマー、シリコン等の異種材料の接合・融

合化と適材配置により、多機能部材を開発する。 

⑤ 製造分野における製品設計・概念設計支援技術の

開発 

 機械やシステムの基本設計に必要とされる候補材

料の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性

を予測するために、実際の運用を想定した評価試験

と計算工学手法を融合したトータルデザイン支援技

術を開発する。 

⑥ 現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開
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発 

 高品位な製造を可能にし、またそれを支える高度

な技能を継承するため、ものづくり現場の技能を可

視化する技術、利便性の高い製造情報の共有技術、

高効率・低環境負荷な加工技術を開発する。 

 当研究部門の研究拠点は、材料・プロセスに関す

る研究ポテンシャルを持つ中部センター（8研究グ

ループ）と、機械・加工技術や物質合成・プロセス

に関する研究ポテンシャルを有するつくばセンター

（13研究グループ）の2カ所にあり、計21研究グル

ープ及び4研究班で研究を進めた。本年度において

は、戦略課題①～⑥の推進のため、以下の10課題を

部門重点課題とした。 

・「高性能セラミックス部材関連技術」 

・「表面機能付与プロセス技術の開発」 

・「オンデマンド・リペア技術の基盤的開発」 

・「先進コーティング PF 活性化のためのベンチマー

ク評価の促進」 

・「次世代セラミック電池材料・製造技術の開発（熱

利用 SOFC/SOEC 技術、次世代二次電池技術）」 

・「マルチガスセンサ素子の高感度化」 

・「高速・高効率加熱技術による CFRTP の開発」 

・「新たな加工技術、劣化評価技術を包含した機器設

計のための基本システムツール開発」 

・「難加工材の高精度高効率加工のための加工現象解

明」 

・「現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開

発」 

さらに、以下の10課題を萌芽研究課題とした。 

・メソ多孔体薄膜のガス吸着特性を利用した micro-
QCM システムの構築 

・実用エネルギーイオン照射による Y 系超電導薄膜

の臨界電流特性の向上効果の研究 

・炭素繊維の表面処理法の開発 

・新原理に基づく熱損傷レスレーザ複合加工技術の開

発 

・ハイブリッド型 SOEC を用いた燃料合成プロセス

開発 

・次世代エネルギー部材・モジュール提供に向けたリ

チウムイオンキャパシタの研究開発 

・超重力場による酸化物の結晶構造変化とその物性 

・赤外線サーモグラフィーを用いた無機系複合材料の

定量的損傷評価法の探索 

・上流設計における衆知探索・再構成技術の開発 

・負の摩擦によるゼロ摩擦の研究 

------------------------------------------------------------------------ 
内部資金： 

・ダイヤモンドライクカーボン膜の密着性評価の標準

化 

・パワーデバイス用セラミックス放熱基板の機械的特

性試験方法の標準化 

・触れずに掴むエアロダイナミック・スマートグリッ

プの開発 

・熱エネルギーを自在に操るための材料開発 

・CFRTP の高速・高効率加熱プロセス技術に関する

開発 

 

外部資金： 
経済産業省  

日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業（日米ク

リーン・エネルギー技術協力） 

・「ナノ構造電極を活用する発電のための新たな電気

化学反応器の開発」 

  
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
先導的産業技術創出事業（若手研究グラント） 

・「ナノ結晶による低熱伝導率化を利用したシート状

熱電発電モジュールの開発」 

 
独立行政法人日本学術振興会  

科学研究費補助金 基盤研究(A) 

・「循環型製造業の将来像を設計するための持続可能

社会シナリオシミュレータの開発」 

・「複合機能型潤滑剤の設計と評価」 

・「多面体幾何学にもとづく球面駆動システムの研

究」 

科学研究費補助金 基盤研究(B) 

・「微小重力で明らかにされる超流動ヘリウムの特異

な膜沸騰の実相と伝熱促進効果の解明」 

科学研究費補助金 基盤研究(C) 

・「マイクロリアクター内のソノケミストリーとソノ

ルミネッセンスの研究」 

・「事例とシナリオモデリングに基づく持続可能ビジ

ネス設計・立案支援手法」 

・「生活環境内のコンフリクト解消に向けた行為シー

ケンスのパタン・ランゲージの構築」 

・「液体金属を内包する構造体の音響振動によるその

場余寿命診断技術の開発研究」 

・「傷形状の復元アルゴリズム統合による磁気計測探

傷法の新展開」 

・「熱音響システムの高効率化のためのハニカムセラ

ミックスの検討」 

・「安価な砂鉄、珪砂等を用いた自然系液体用しゅう

動材料の開発」 

・「表面化学修飾法による核磁気共鳴画像用ガドリニ

ウム担持ナノダイヤモンド粒子の作製」 

・「超音波照射による気泡振動を利用したナノ駆動体

に関する研究」 

・「有機官能基秩序配列を有したペプチド薄膜上での

無機結晶析出の解析とその応用」 
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科学研究費補助金 挑戦的萌芽研究 
・「糸状菌の環境認識シグナルと接着に関する、表面

工学手法を利用した解析」 

・「複合機能性デバイスの開発」 

科学研究費補助金 若手研究(B) 
・「化学溶液法における紫外レーザー照射時のナノ秒

温度計測に基づく光結晶成長機構の解明」 

・「鉄系表面における高機能コーティング技術の開

発」 

科学研究費補助金 研究活動スタート支援 
・「リン酸塩ガラス電解質を用いた中温作動燃料電池

の開発」 

 
独立行政法人科学技術振興機構  
先端的低炭素化技術開発（ALCA） 

・「自己再生型ナノパターン表面の低摩擦特性の検

討」 

・「単結晶ナノキューブのボトムアップによる高性能

小型デバイス開発」 

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 

・「表面テクスチャリングを用いた抗菌表面の開発」 

・「住環境向け色素増感型アンビエント太陽電池の研

究開発」 

・「液状発酵食品中の不要タンパク質の高効率除去材

の開発」 

・「廃熱発電を志向した導電性ナノキューブ SrTiO3の

合成とその熱電特性評価」 

・「易加工性アルミナ型の実用可能性の検証」 

・「被災地初期医療用使い捨てハサミの開発」 

・「高周波化に対応した低誘電損失コンポジット基板

材料の開発」 

・「酵素の耐熱性向上を実現するメソポーラスジルコ

ニア担体の開発」 

 
国立大学法人福井大学  
「もんじゅ」における高速増殖炉実用化のための中核的

研究開発 

・「クリープ疲労試験に基づく劣化損傷評価技術の開

発」 

 
国立大学法人琉球大学  
戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「半導体製造装置用クランプ式超音波流量計の開

発」 

 
財団法人日立地区産業支援センター 
戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「常時補正制御型マイクロ NC 旋盤による微細長尺

加工技術の開発」 

公益財団法人とくしま産業振興機構 

戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「加工最適化機能を有する CFRP（CFRTP）高精度

加工システムの開発」 

 
公益財団法人みやぎ産業振興機構 
戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「高特性亜鉛新合金により製品実現する高効率生産

可能な鋳造機と解析技術の開発」 

 
公益財団法人長野県テクノ財団 
戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「超音波プレス加工を用いた医療機器の実用化」 

 
公益財団法人群馬県産業支援機構 
戦略的基盤技術高度化支援事業 
・「高速双ロール式縦型鋳造法による難加工性高機能

薄板の革新的製造技術の確立」 

 
公益財団法人科学技術交流財団 
「知の拠点」重点研究プロジェクト 
・「超早期診断技術開発プロジェクト」 

 
三菱総合研究所 
国際標準開発事業 
・「VOC 検知器評価法の国際標準化」 

 
発 表：誌上発表317件、口頭発表509件、その他56件 

--------------------------------------------------------------------------- 
難加工材成形研究グループ 

（Low-Formability-Materials Processing Group） 

研究グループ長：松崎 邦男 

（つくば東） 

概 要： 

 マグネシウムやチタン、ステンレス等の難加工材の

成形や難易度の高い形状への成形について、省エネ工

程で環境に配慮した成形技術を金型の潤滑システムと

ともに開発する。そのために、素材の製造技術とその

成形技術を粉体加工と塑性加工を主としたプロセスの

高度化、複合化、融合化によって開発する。素材の成

形性を改善するための加工熱処理技術の確立、応力条

件を制御した温間、熱間鍛造や転造加工技術の開発、

ひずみを制御した軟磁性材料の打ち抜き加工、マグネ

シウム合金板材の冷間プレス成形技術の開発およびス

ピニング加工の高度化を行う。また、医療デバイスを

目指して精密 Mg 細管を製造するための押出し、引抜

き加工技術を開発する。さらに金型への固体潤滑材の

コーティング技術を検討し、ドライ成形用金型の開発

を行う。チタン合金やステンレス等については粉末法

を用いた機能性材料の開発と、レーザーによる積層造

形技術を開発する。これらの技術を統合することでオ
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ンデマンド成形の構築を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

８、テーマ題目９ 

 

テーラードリキッド集積研究グループ 

（Tailored Liquid Integration Group） 

研究グループ長：加藤 一実 

（中部センター） 

概 要： 

 21世紀の高度情報化社会・環境調和型社会の持続的

発展と高齢化社会における医療福祉技術の高度化のた

め、グリーン・イノベーションの核となる材料・シス

テムの創成に向けて、無機・有機ナノ材料の適材配置

により、ナノレベルで機能発現する材料・多機能部材

を開発する。当研究グループでは、溶液化学をベース

とした集積プロセス技術の体系化を目指し、溶液内機

能発現ユニットの合成技術、溶液反応を経由したナノ

～マイクロ領域の構造形成技術、複雑形状基板やフレ

キシブル有機高分子材料上への精密構造体の集積化技

術等に関する研究開発を実施し、産業技術基盤と国際

競争力の強化を図る。具体的には、酸化物ナノクリス

タルの合成・配列・接合、および解析・評価に関する

基盤技術の開発、誘電／蓄電デバイスの高性能小型化

に向けた単結晶ナノキューブのボトムアップ技術の開

発、医療用部材ならびにエネルギー関連部材に向けた

微細な凹凸構造やメソ～マクロ孔を有する酸化物膜の

形成に関する基盤技術の開発を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６、テーマ題目

11 

 

トライボロジー研究グループ 

（Tribology Group） 

研究グループ長：大花 継頼 

（つくば東） 

概 要： 

 トライボロジー全般に係わる横断的かつ基盤的技術

の向上を図ることで、ナノスケールから大型のシステ

ムまで、我が国の産業競争力強化に貢献することを目

標としている。製造分野における製品設計・概念設計

支援技術の開発を意識しながら表面加工技術を用いた

省エネ製造技術の開発を進め、その中で、環境面への

配慮や信頼性を含めたシステム性能の向上や、表面お

よび潤滑システムに新しい機能を発現させることを目

指した。中・長期的には、マイクロ／ナノトライボロ

ジーを主軸とした研究を進め、トライボロジーを科学

的に深化させ、グリーントライボロジー技術へと発展

させていく。また、最先端の技術情報拠点となるべく

研究グループ内の研究者個々人の研究ポテンシャルを

高めるとともに、産業界の根幹技術であるトライボロ

ジー技術の向上と普及に努めた。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４、テーマ題目

19 

 

集積加工研究グループ 

（Integration Process Technology Group） 

研究グループ長：小木曽 久人 

（つくば東） 

概 要： 

 集積加工研究グループでは、デバイス応用まで視野

にいれたコーティング技術や表面処理技術とその評価

技術の研究開発を行っている。常温でセラミックスコ

ーティングを可能にしたエアロゾルデポジション法に

よる、太陽電池やリチウム空気電池、熱電変換素子な

どエネルギーデバイスへの多様な応用に取り組み、試

作デバイスを展示会などに出品してきた。耐摩耗のア

ルミナコーティングにおいては、産業用実機の大型ロ

ールに対する成膜にも成功した。また、小型高密度プ

ラズマ発生技術を生かし、ミニマルファブ用の世界最

小のハイパワーインパルス（HIPIMS）型のスパッタ

成膜装置も開発し SEMICON などの展示会に出品し

ている。 

 また、超音波流量計の感度を上げる為の基本的な解

析にとりくみ、民間企業との共同開発で小型の超音波

流量計の開発にも成功している。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目12 

 

生体機構プロセス研究グループ 

（Bio-Integration Processing Group） 

研究グループ長：加藤 且也 

（中部センター） 

概 要： 

 高齢化社会の到来を迎え、医療・バイオ分野におけ

る高付加価値製品のフレキシブル製造プロセス技術開

発が急務である。当研究グループでは、生物機能を発

現させるために必要とされる最小の単位（ユニット）

であるバイオユニットの集積により、細胞増殖・分化

を活発にさせるなどの生体機能を自立的に誘導する、

医療・バイオ分野に利用される材料・部材の革新的な

製造技術の確立を目指している。さらに、ユニット製

造における省エネルギー化を目指した「生体模倣型製

造プロセス開発」も展開している。具体的には、これ

までの方法では作製の困難であった無機－有機ハイブ

リッドコンポーネントを、生体内で起こっている無機

化合物合成法を模倣することにより、省エネルギーか

つ高効率な新規な製造プロセスを用いて創製する手法

を開発している。また酵素や抗体の特異性を利用した

ヘルスケア用バイオセンサーやクロマト担体などの新

しいバイオデバイスの開発に取り組んでいる。 

研究テーマ： テーマ題目６ 
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機能薄膜プロセス研究グループ 

（Thin Films Processing Group） 

研究グループ長：真部 高明 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当研究グループは、部門のミッションである製造技

術の低コスト化・高効率化・低環境負荷を実現する部

材、製造プロセスの開発に関連して、特にエネルギー

関連部材・モジュールの開発に貢献するため、超電導

材料を中心とした機能性無機薄膜材料の①ナノ構造制

御薄膜コーティング技術、②省エネルギー薄膜部材・

モジュール集積化技術の開発を主に行う。具体的には

①に関して、塗布熱分解法、塗布光照射法及びこれら

と基板表面や中間層の制御技術など組み合わせたナノ

構造制御コーティング技術の開発とそれに基づく薄膜

材料の高特性化、およびプロセスの高速化や省エネル

ギー化を図っている。また②に関して、部門内外及び

企業等と連携して超電導マイクロ波フィルタ素子や超

電導限流器等の省エネルギー素子モジュール・プロト

タイプ作製技術への展開を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

12 

 

表面機能デザイン研究グループ 

（Surface Interactive Design Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

 本研究グループでは、種々の環境条件に対応した

（摺動）部材開発、部材表面への微細形状付与による

摩擦･摩耗の制御技術の開発、表面修飾技術の開発を

ベースとした表面機能創成と応用を中核とし、これら

の知見を基にした表面設計技術の開発を行う。上記研

究開発を通し、分野重点課題である「製品設計・概念

設計支援技術」および「省エネ製造技術」の開発に貢

献するとともに、製造技術への物理化学的視点からの

アプローチにより、製造産業の発展に貢献していく。

特に「低環境負荷流体からなるトライボシステムの構

築」に向けた研究を重点的に推進している。水やアル

コールに代表される低環境負荷流体は、低粘度かつ極

性をもつため、激しい摩耗や材料の腐食を起こすこと

が知られている。そのため、このような環境に適した

摺動材料や添加剤の開発が重要となる。上記目的のも

と、摺動材料として窒化珪素セラミックスと軽量金属

のコンポジットである Al 基複合材料を対象に、摩

擦・摩耗特性を評価し、最適な摺動材料の設計指針を

得るとともに、潤滑状態のその場観察技術を用いて、

窒化珪素セラミックスを低環境負荷流体で摺動した際

に起こるトライボケミカル反応機構の解明を目指す。

これらの結果を総合し、低環境負荷流体に最適な摺動

材料、添加剤の選択指針を得る。さらに、上記技術シ

ーズのトライボロジー以外の分野への展開も推進する。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目８、テーマ題目

９ 

 

無機複合プラスチック研究グループ 

（Inorganic-Based Plastics Group） 

研究グループ長：堀田 裕司 

（中部センター） 

概 要： 

 高機能化・多機能化が要求される次世代社会基盤部

材製造を支えるため、異種材料の融合・複合化による

先進材料の創製、及びその製造プロセス技術の開発を

進めている。当研究グループは、特に、機能性に優れ

たセラミックス、カーボン等の無機材料と、軽量性・

成形性に優れた樹脂・プラスチックの異種材料を複合

化するためのプロセス技術及び先進複合材料に関して

研究開発を遂行し、無機材料の特性を最大限に引出し

た高機能性プラスチック部材等の製造技術の確立を目

指している。樹脂・プラスチックへの無機材料フィラ

ーの複合化を粒子ハンドリング、粉末構造制御、界面

制御、外部場を用いたプロセス技術等の視点から取り

組むことで、無機材料の特性を最大限引出した無機複

合プラスチック部材の開発を実施し、産業技術基盤と

国際競争力の強化を図る。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目13  

 

電子セラミックプロセス研究グループ 

（Electroceramics Processing Research Group） 

研究グループ長：申 ウソク 

（中部センター） 

概 要： 

 持続的な競争力につながる高付加価値製品やエネル

ギー・環境関連製品の材料・部材技術をさらに発展さ

せるために、セラミックス、金属、ポリマー、シリコ

ン等の異種材料のマルチスケールでの接合・融合化と

適材配置による高性能ガスセンサや新しいデバイス応

用の多機能部材開発を行う。 

 マイクロデバイス集積化用触媒の高度化技術開発、

高分散性ナノ粒子の製造技術開発、新規エネルギーデ

バイス製造技術開発を行い、①新材料によるデバイス

開発、②デバイスプロセスによる新機能発現と実証を

基本方針とし、材料開発からプロトタイプの作製まで

トータルな研究開発、ガスセンサ検知評価法の ISO
化に向けた研究を進める。 

 具体的には、マイクロデバイス集積化用触媒の高度

化技術開発では、デバイス集積化用の様々な触媒を一

つのマルチガスデバイスに集積化し、呼気中の低濃度

可燃性ガスを検知する技術を開発する。高分散性ナノ

粒子の製造技術の開発においては、コアシェル型酸化
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セリウムナノ粒子の量産技術を開発しながら、小粒径

のナノ粒子製造及び分散方法を検討する。ガス検知器

評価法の ISO 化に向けては、ガス発生器で作製した

混合ガスを評価するとともに、標準案に試験結果を反

映する。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目15  

 

マイクロ加工システム研究グループ 

（Ingenious Micro-Manufacturing Systems Research 
  Group） 

研究グループ長：芦田 極 

（つくば東） 

概 要： 

 マイクロファクトリ（製造対象の寸法に見合った小

型の生産加工システム）のコンセプトに基づき、創意

工夫に富んだ新たなマイクロ加工システムの研究を推

進する。加工装置を小型化しようとすると、これまで

の製造技術では対応できない新たな課題に直面する。

それらを解決するために、新原理や複合加工を適用し

たマイクロ加工プロセス、マイクロ計測・検査技術、

小型アクチュエータ要素、これらを組合せた制御シス

テム等を試作開発し、評価を行う。機械加工および加

工機械のマイクロ化により、生産システムの省エネル

ギー・省資源効果、およびフレキシビリティ向上によ

る多品種少量生産に資する製造技術を創造し、ミニマ

ルマニュファクチャリングの具現化を目指した研究を

展開している。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目６、テーマ題目

８、テーマ題目９、テーマ題目14  

 

フレキシブル化学コーティング研究グループ 

（Flexible Chemical Coating Group）  

研究グループ長：土屋 哲男 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 本研究グループは、重点課題「多品種変量生産に対

応できる低環境負荷型製造技術の開発」を主に担当し、

グリ－ン・ライフイノベーションに資する材料・部

材・デバイスの省資源・省エネルギー製造に貢献する

フレキシブルな化学コーティング技術の確立をミッシ

ョンとし、以下の3つの課題に取り組んでいる。1)フ

レキシブル化学コーティング技術開発、2)化学コーテ

ィング材料開発、3)部材・デバイス開発への応用展開。 

 本年度、課題1)、2)では、部門内重点課題「オンデ

マンド・リペア技術の基盤的開発」を中心として、塗

布光照射法、ナノ粒子光反応法による透明導電膜、蛍

光体膜の開発及び光照射その場温度計測手法の開発、

ポリマー材料への表面化学修飾手法の開発を行った。

また、「低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プ

ロジェクト（高耐熱部品統合パワーモジュール化技術

開発）」において、抵抗体材料・製造プロセスを開発

した。課題3)では、企業との共同研究による酸化物半

導体、交通・避難用安全表示板、小型赤外センサ開発、

大学との共同研究による粒径制御した体内貯留型新規

MRI 造影剤などの新しい部材・デバイス作製技術を

開発した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目４  

 

セラミック機構部材プロセス研究グループ 

（Ceramic Mechanical Parts Processing Group） 

研究グループ長：近藤 直樹 

（中部センター） 

概 要： 

 一般にセラミックスは高度に精製された原料を使用

し、高温で焼き固めて作製されており、その製造時に

多大なエネルギーを消費している。一方、その優れた

特性を活かし、セラミック部材の使用によりエネルギ

ー消費を抑えることもできる。環境調和と競争力の両

立を狙いとしたミニマルマニュファクチャリングでは、

製造時と使用時の資源やエネルギーの消費が最小とな

るよう、かつ、製品性能や価格が競争力を持てるよう

考慮しつつ、開発を進めることが必要である。 

 当研究グループでは、上記考えに基づき、構造用セ

ラミックスを、各種産業の製造装置用部材、あるいは、

熱消費型製造業や熱エネルギー分野でのサーマルマネ

ジメント部材として用いるための製造技術開発を進め

ている。具体的には、小型のユニットを作製し、それ

らを組みあわせて部材化する方法を開発している。関

係要素技術として、ユニットのニアネット成形技術、

ユニットのアセンブリ技術（接合など）、ユニットや

アセンブリの信頼性評価技術（特に高温下や腐食環境

下で）などの研究開発を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

セラミック組織制御プロセス研究グループ 

（Ceramic Structure Controlling Group） 

研究グループ長：吉澤 友一 

（中部センター） 

概 要： 

 高度化・高性能化する製造システムや産業機器を支

えるための中核となる先進構造部材を創製することを

目的に、セラミックスの材料機能を合目的かつ効率的

に部材構造中に付与する材料組織制御技術の開発を行

っている。特に、セラミックスが本質的に有する高い

硬度、耐食性、化学的安定性等を部材機能に取り込ん

だ高熱伝導部材、高性能多孔体部材、高耐摩耗性部材

等の開発を目指している。このため、材料特性を支配

する因子を検討するとともに、その因子を制御するプ

ロセス技術の開発に取り組んでいる。高熱伝導窒化ケ

イ素では、残留酸素と粒界相の制御、多孔体では、気
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孔の形状、寸法、割合などの制御を行っている。また、

これらの材料の評価技術の開発にも取り組んでいる。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

機能集積モジュール化研究グループ 

（Functional Integration Technology Group） 

研究グループ長：藤代 芳伸 

（中部センター） 

概 要： 

 資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール

製造技術として、高性能なセラミックリアクターや次

世代蓄電デバイス等の革新的な材料・製造技術の実現

が期待される。小型高効率化や多機能化といった飛躍

的な性能向上を実現するためには、従来技術では不可

能であった機能発現を目指し、ナノレベルでのセラミ

ック構造制御やイオン伝導性材料や機能触媒等の最適

化により、高度に集積した部材構造を造り込むモジュ

ール化技術の開発が不可欠となる。高度なセラミック

集積化プロセス技術の開発により、次世代型固体酸化

物形燃料電池（SOFC）等の電気化学デバイスの多燃

料利用技術や低温域からの急速起動・停止運転での耐

久性向上等を目指し、イオン伝導性ナノ構造セリア電

極材料を活用し、LPG で直接発電可能なハンディ型

燃料電池や、低温域で高効率電解が可能なセル・スタ

ック製造技術等を開発した。また、次世代セラミック

蓄電池向のセラミック電解質での界面制御技術や、パ

ック電池作製に不可欠な集積技術を開発し、電動化が

進む次世代自動車やポータブル分散電源等での高効率

発電と高容量蓄電技術を組合せたハイブリッド電源技

術等の実現に向けた革新的な材料・製造技術を開発し

た。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目15 

 

結晶制御プロセス研究グループ 

（Crystal and Materials Processing Group） 

研究グループ長：秋本 順二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール

製造技術として、次世代型のリチウム二次電池等に適

用可能な高性能な結晶材料の開発が期待されている。

当グループでは、低温溶液合成法などの素材製造技術、

良質な結晶育成技術、並びに結晶構造解析技術・評価

技術を応用・発展させて、新規結晶材料の開拓とその

製造技術の確立を目指している。 

 具体的には、イオン交換合成法、低温溶融塩法、オ

ゾン酸化法、マイクロ波加熱法などの低温溶液を用い

た素材合成技術を開拓・適用し、コバルトフリー正極

材料に代表される高容量・低コストの電極材料である

マンガン酸化物、チタン酸化物、鉄酸化物などの新規

機能性無機結晶材料の合成・開発を行う。また、その

ために基盤となる、結晶構造解析技術の高度化、精密

結晶成長技術の確立を目指す。さらに、次世代ポスト

リチウム二次電池への応用が期待される新規酸化物電

解質材料等の設計・合成と評価を行う。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目16 

 

特異反応場プロセス研究グループ 

（Specific-Field Processing Group） 

研究グループ長：安岡 正喜 

（中部センター） 

概 要： 

 外的エネルギー（急速昇温・急冷、電場、磁場、光、

圧力、引張、超音波、マイクロ波など）および内的変

化（爆発、自己組織化、均質化、成長など）により形

成される特異な化学反応場や特殊な環境場等を利用す

ることによって目的の材料を得ることや、新たな環境

下での新規なプロセスの開発及びその産業応用への展

開を図ることをグループの長期的目標とする。対象と

しては、モーターなどの動力変換部材、熱電変換部材、

アクチュエータ等の材料開発製造プロセスの開発や、

熱音響変換を利用した排熱利用プロセスの開発等があ

げられる。すなわち特異反応場を利用することにより、

従来法とは異なった構造や特性を付与した新規部材創

製のためのプロセスを提案し、それらの反応場に関す

る最適化や、可制御性付与に重要なパラメータの抽出

を理論解析及び実験の両面から進める。また、出口指

向の展開においては、将来のニーズをとらえた製造プ

ロセスの開発を推し進める。例えば自動車分野におけ

る電気自動車の高性能化につながる新規磁石の開発や、

CFRP による軽量化を推進するための高速製造プロ

セスの開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目７、テーマ題目17  

 

機能・構造予測検証研究グループ 

（Functional and Structural Damage Verification 
  Group） 

研究グループ長：鈴木 隆之 

（つくば東） 

概 要： 

 近年、機器構造物は「最小の資源」、「最小のエネル

ギー」で、「安全信頼性」を確保しつつ、「最大限の機

能・特性」を発揮することが要求されている。したが

って、製造時や供用過程中に生じる損傷・欠陥を評価

し、これに基づき機器構造物の「寿命・余寿命予測」

や「メンテナンス計画の策定」を実施すること、さら

にはこれらの知見を通して設計上流の概念設計へと反

映させることが必要になっている。当研究グループで

はこれらの要求に応えるべく、様々な系の先進材料を

用いた機器構造物を対象に、実機で生じる複雑欠陥に
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ついて評価が可能な非破壊損傷評価技術の開発を行う。

また、材料の耐久性評価試験や欠陥解析を実施し、機

器構造物の寿命・余寿命予測システムを構築する。さ

らに、これらの知見をもとに合理的なメンテナンス計

画の策定のための必要な事項を提示する。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９、テーマ題目

18  

 

システム機能設計研究グループ 

（System Functional Design Group） 

研究グループ長：増井 慶次郎 

（つくば東） 

概 要： 

 当グループは、個別の製品設計のみならず、製品の

ライフサイクル全体に着目し、付随サービスも含めた

システムとしての最適化を目標に研究活動を行ってい

る。本年度は、部門重点課題である「製造分野におけ

る製品設計・概念設計支援技術の開発」と関連し、加

工技術情報、使用時の摩擦磨耗特性、寿命・余寿命な

どの技術情報を統合的に設計上流に取り込むためのフ

レームワークを示した。ここで開発された設計ツール

は一般化され、戦略予算「戦略メタル国内資源循環プ

ロジェクト」におけるクリティカルメタルの同定を行

うための一手法としても有効であることを示した。ま

た今後は設計上流段階において集合知の活用が鍵にな

るという認識に基づき、萌芽研究「上流設計における

衆知探索・再構成技術の開発」など、自然言語処理技

術も含め、上流設計支援に関する基盤技術の確立に向

け重点的に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９、テーマ題目

19  

 

製造情報研究グループ 

（Manufacturing Information Group） 

研究グループ長：澤田 浩之 

（つくば東） 

概 要： 

 企業の競争力や体質の強化を目的として、受注、製

品設計、工程設計、生産計画、製造管理、出荷管理、

在庫・物流管理等、設計製造プロセスの情報化推進を

支援するための研究開発およびその導入のための技術

指導を行っている。その一環として、あらかじめ用意

されたソフトウェア部品を組み合わせることによって

簡便に IT システムを構築するソフトウェア作成ツー

ル MZ Platform を開発し、産総研コンソーシアム

「MZ プラットフォーム研究会」を通じて公開してい

る。また、ものづくり支援ツールの1つとして、各地

の公設試験研究機関や産総研産学官連携推進部等との

協力により、普及セミナーや講習会の開催、技術研修、

製造業への導入と業務システム開発、民間ソフトウェ

アベンダーへの技術移転を進めているほか、故障解析

支援システム等、MZ Platform をベースとした設計

製造支援ソフトウェアの研究開発も実施している。こ

れ以外にも、製品設計の初期段階や工程設計段階で利

用可能なシミュレーション技術やモデリング技術の研

究、数理的手法の製造技術への応用研究を並行して行

っている。 

研究テーマ：テーマ題目10  

 

基盤的加工研究グループ 

（Metal Processing Research Group） 

研究グループ長：岡根 利光 

（つくば東） 

概 要： 

切削、鋳造、鍛造、熱処理、溶接の各加工技術を対

象に、加工評価実験・加工現象のモニタリング手法や

シミュレータ開発を通して、加工メカニズムの解明と

高度化を進めている。また、IT を活用した技能継承

技術の開発を目標に、ものづくり製造分野における熟

練作業者の高いレベルの技能を分析・モデル化して表

現する技術の研究を進めている。これらの成果をベー

スとした技能継承支援ツール「加工テンプレート」に

ついて普及活動を進めている。IT を利用した中小企

業への技術の普及・技術支援を目的に、現在 web で

公開している「加工技術データベース」についても、

当グループの対象加工分野についてメンテナンスと拡

充・普及活動を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目10  

 

加工基礎研究グループ 

（Processing Fundamentals Research Group） 

研究グループ長：三宅 晃司 

（つくば東） 

概 要： 

金属などの延性材料に対しては、クラックを加工物

に残さずに材料の一部を削り取る延性モード加工が当

然と考えられている。半導体や単結晶、セラミックス、

そして光学ガラス等の硬くて脆い材料であっても、一

定の条件を満たせば金属材料と同様に微視的に塑性変

形が発生し、延性モード加工が可能になる。そこで、

「難加工材」とよばれる部材の高効率高精度加工を実

現する加工方法を考える場合、微視的な領域で発生す

る塑性変形挙動や物理化学現象について詳細に解析し、

活用することが必須であると言える。本研究グループ

では、様々な専門知識を有する研究員が加工プロセス

を物理化学的見地から観察・分析・解析し、材料の

「変形」と「すべり」と「表面破壊」をきちんと理解

することにより、機械加工のための基礎現象を把握す

ることで、制御性の良い「難加工材」の加工方法の開

発を目指す。これらの研究を進めるうえで企業との連
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携も重要と考え、資金提供型共同研究を「トライボロ

ジー研究グループ」および「表面機能デザイン研究グ

ループ」と協力して積極的に推進するとともに、それ

ぞれの重点課題参加グループとも連携を取りながら研

究を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目９、テーマ題目

10、テーマ題目20  

 

エンジニアリングセラミックス研究班 

（Engineering Ceramics Research Party） 

研究班長：平尾 喜代司 

（中部センター） 

概 要： 

 半導体、非鉄、鉄鋼などの製造業、さらには、環

境・エネルギー分野における機器、システムはますま

す高度化し、これらのシステムを構成する部材に求め

られる要求性能も高いものになってきている。セラミ

ックスは高い弾性率、硬度、耐熱性、軽量性、耐食性

など優れた特性を兼ね備えており、金属、プラスチッ

クでは対応が困難な環境で用いられる材料・部材とし

て重要なものとなっている。 

 当研究班は、この様な社会的な要請に応えるため、

エンジニアリングセラミックスに係る二つの研究グル

ープ（セラミック機構部材プロセス研究グループ及び

セラミック組織制御プロセス研究グループ）を横断的

にまとめ、本分野における研究を一層加速させるため

に平成20年度に設置された。セラミックスの材料・プ

ロセッシングに関する知見、知識を基盤技術として、

社会ニーズに則した新たなシーズ技術の探索、

NEDO プロジェクトや民間企業との共同研究等を通

して高性能セラミック部材を活用した省エネルギー技

術の開発を行う。 

研究テーマ：テーマ題目１  

 

先進コーティング技術プラットフォーム研究班 

（Research party for Advanced coating technology 
  platform） 

研究班長：明渡 純 

（つくば東、つくば第5、中部センター） 

概 要： 

 先進製造プロセス研究部門で開発された「エアロゾ

ルデポジション法」や「光 MOD 法」、「レーザー援用

インクジェット法」、「テーラーリキッドソース」、

「DLC コーティング」などの産総研が有するオリジ

ナルなプロセス技術を実用化して社会に還元するため

には民間企業との緊密かつスピーディーな連携をとる

ことが必要である。本研究班では、①従来型のコーテ

ィング法とのベンチマークによる比較検証、②複数の

皮膜特性評価による成膜プロセスのメリット・デメリ

ットの明確化、③プロセス上の問題点の把握と解決、

④適切な特許戦略、⑤地域ニーズの把握、⑥成膜ノウ

ハウ・知見のデータベース化など、企業にとって判断

基準となる指標を提供しつつ、専門性の高い人材によ

る産総研内外の連携により研究開発を行うことで成膜

プロセスの産業化の加速を目指す。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５ 

 

ものづくり支援ツール研究班 

（Monozukuri Support Tools Research Party) 
研究グループ長：岡根 利光 

（つくば東） 

概 要： 

 平成21年度まで、産総研旧デジタルものづくり研究

センターでは、日本の製造業の技術力向上、技術・技

能継承、IT 化促進を目的として、中小企業庁プロジ

ェクト等において、機械部品製造に係る幅広い加工技

術情報をインターネットで公開する「加工技術データ

ベース」、自社の技術・技能の分析・蓄積・利用によ

る技能継承・共有化するための IT ツールとしての

「加工テンプレート」、高度な IT 知識を必要としな

い業務用アプリケーションソフトの開発環境としての

「MZ プラットフォーム」を開発し、製造企業への普

及を図ってきた。平成22年度から、旧デジタルものづ

くり研究センターが先進製造プロセス研究部門と統合

するにあたり、これらの開発に携わってきた2つの研

究グループ（基盤的加工研究グループ及び製造情報研

究グループ）を横断的にまとめ、上記3つの開発成果

を「ものづくり支援ツール」としてさらに整備し、企

業現場へのさらなる普及活動を実施することを目的と

して当研究班を設置した。 

 企業への普及においては、産総研地域センター、各

地の公設試験研究機関、工業組合等の諸団体との連携

による普及活動を図る。 

研究テーマ：テーマ題目10 

 

CFRP 研究班 

（CFRP Research Party） 

研究班長：飯田 康夫 

（中部センター、つくば東） 

概 要： 

 炭素繊維強化プラスチック（CFRP）は、次世代自

動車や航空機等の輸送機器軽量化を主な目的として、

活発な研究開発が進められている。当研究班では、低

コスト製造プロセスの確立を目指し、高速成型技術、

加工技術、およびそれらの基礎となる基盤的な研究開

発を部門内の研究グループを横断して推進している。

さらに、関連する大学、企業、公設研究機関との連携

を積極的に進め、CFRP の産業応用を加速するため

のネットワーク形成を図っている。 

研究テーマ：テーマ題目13 
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--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］高性能セラミックス部材と表面加工技

術を用いた省エネ製造技術 

（高性能セラミックス部材関連技術） 

［研究代表者］近藤 直樹（セラミック機構部材プロセ

ス研究グループ） 
［研究担当者］近藤 直樹、長岡 孝明、堀田 幹則、

北 憲一郎、吉澤 友一、日向 秀樹、

周 游、宮崎 広行、福島 学、 

平尾 喜代司、大司 達樹 

（常勤職員11名） 
［研 究 内 容］ 

製造業における消費エネルギーの削減はエネルギー・

環境問題の両面から極めて重要な課題である。本研究で

は、製造産業における生産からリサイクルに至るプロセ

ス全体の省エネルギー化を図るために、断熱性等の機能

を2倍以上とした革新的セラミック部材等の製造技術を

開発することを目的としている。本年度の成果は次の通

りである。 
多孔体の製造方法として、セラミックス粒子、特殊添

加物を含むスラリーをゲル化し、得られたゲル体を凍結、

乾燥、焼結することにより、気孔率が90%を超える極め

て高い気孔率と閉塞細孔構造を持つセラミックス断熱材

の開発に成功している。本技術を基盤技術として、断熱

材としての更なる高性能化を目指して、プロセスパラメ

ータが材料組織、機械特性、細孔構造に及ぼす影響を系

統的に検討し、95%以上の超高気孔率化及び部材として

の造形技術の開発に成功した。また、低熱伝導性無機原

料の探索を進めるとともに、部材大型化と開発材の断熱

性能評価に取り組んだ。現在、気孔率88%のジルコニア

材料で0.13W/（m∙ K）の低熱伝導率を達成している。 

アルミ溶湯搬送用の断熱容器を想定し、セラミックス

中空ユニットで構成される球体構造を提案し、その基本

設計、ユニットの試作、組み立て、性能評価を実施した。

その結果、開発したユニットは従来品（不定形耐火物

（キャスタブル））に比べ、放熱量で40%低減、また

60%軽量化できることを確認した。このユニットを組み

立てた1/4サイズモデルの新規構造断熱容器は、従来品

の総重量21kg（うち不定形耐火物14kg）から開発品の

総重量8kg（うちセラミックユニット4kg）へと60%軽

量化が可能であり、放熱量も58%低減（球状化の形状効

果も含む）を実現できた。 

 開発した断熱容器の用途展開の候補として、溶融塩を

もちいた高温未利用熱の蓄熱及び輸送システムを構想し、

溶融塩に対するセラミック素材の耐食性の基礎評価試験

を行った。容器素材の候補として、代表的な固相焼結セ

ラミックスのうち酸化物系のアルミナと非酸化物系の炭

化ケイ素を選定し、塩化物系溶融塩に対する耐食性試験

を行った。結果、アルミナについては、700℃400h の浸

漬後も、表面粗さ、強度ともに試験前後での変化はみら

れなかったが、炭化ケイ素については、浸漬時間が長く

なるにつれて表面粗さが粗くなり、強度が低下する傾向

がみられた。溶融塩に対し、セラミックス素材が有用な

耐食性を有することを示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］多孔体、気孔、隔壁、断熱、中空ユニッ

ト、搬送容器、蓄熱、溶融塩、耐食性 

 

［テーマ題目２］高性能セラミック部材と表面加工技術

を用いた省エネルギー製造技術の開発

「表面機能付与プロセス技術の開発」 

［研究代表者］大花 継頼 

（トライボロジー研究グループ） 

［研究担当者］大花 継頼、鈴木 健、是永 敦、 

間野 大樹、三宅 晃司、日比 裕子、 

中野 美紀（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

表面機能付与のため、ミクロテクスチャーとナノ積層

膜からなるナノストライプ構造を構築し、潤滑下で摩擦

特性評価を行い、SiC/C の組み合わせが低摩擦・耐摩

耗特性を有することを明らかにした。さらに、金属材料

への構築および摩擦摩耗特性評価を行った。基材として、

ステンレス基板を用い、溝状にミクロンレベルのテクス

チャーを作製し、その上に SiC/C のナノ積層膜を作製

した。摩擦特性評価は実機を模擬した線接触式の摩擦試

験機を用いて、潤滑油中での試験を行った。ナノ積層膜

を構築することで、摩擦係数が約20%減少することが明

らかとなった。摩擦試験後のしゅう動面の観察の結果、

積層された皮膜の損傷は見られず、SiC/C のナノ積層

膜が密着性・摩擦特性・自己修復性に優れていることが

示された。 

さらに、軸受への適応を目指し、大面積（100×

100mm）へのナノストライプ構造の構築を行った。ば

ね式で荷重を負荷し、摩擦抵抗をトルク計により検出で

きる摩擦試験機を用いてトルクの変化を測定した。ナノ

積層膜の構築によって、低速領域でトルクが減少するこ

とが示され、大面積でもナノストライプ構造の有用性が

明らかとなった。しかし、高荷重での試験では皮膜のは

く離が観測され、密着力の向上を図る必要があることが

明らかとなった。 

滑り軸受への適応には、曲率を持った内面へのコーテ

ィング技術とその膜の密着性評価が必要であり、まず、

アルミ合金の半割軸受の内面へのコーティングを試み、

しゅう動面として最も荷重の負荷される中央部へのコー

ティングに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］トライボロジー、表面機能化、テクスチ

ャー、摩擦制御技術、コーティング 

 

［テーマ題目３］オンデマンド・リペア技術の基盤的開
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発 

［研究代表者］明渡 純（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］明渡 純、土屋 哲男、小倉 一朗、 

芦田 極、佐藤 冶道、松崎 邦男、 

荒井 裕彦（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 
 多様なニーズに応え、部材・デバイス・製品製造に関

する省資源・省エネルギーに貢献するため、オンデマン

ドで多品種変量生産に対応できる製造基盤技術、さらに

は高効率製造、長寿命化を考慮したリペア技術の確立を

目指す。高速オンデマンド微細パターン技術関連では、

3社の民間企業との資金提供型共同研究の中で、レーザ

ー援用インクジェット法で、ポリイミドフィルム上で線

幅5µm（アスペクト比：1、一昨年度比1/2）、描画速度

30mm/sec（一昨年度比3倍）の微細 Ag 配線の2次元描

画に成功した。真空、基板加熱を用いないプロセスで、

ガラス上にシート抵抗：50Ω/□の透明導電膜を実現、

PET 基板への作製にも成功し、本年度中期目標をほぼ

達成した。さらに、スクリーン印刷法で実用レベルの歩

留まりが得られてない線幅30µm 以下の微細配線リペア

を目的に、LIJ 法による修復テストを行った。また、ス

ピニング加工については、一般のプレス絞り加工と比較

して11%の省エネになることを確認した。また、溶湯圧

延により、通常の圧延に比べて、15%以上のエネルギー

の削減を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］オンデマンド、リペア、多品種少量、レ

ーザー援用インクジェット、塗布熱分解

法、塗布光照射法、欠陥検出、レーザー

走査、スピニング加工 
 

［テーマ題目４］先進コーティング PF 活性化のための

ベンチマーク評価の促進 

［研究代表者］明渡 純（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］明渡 純、加藤 一実、木村 辰雄、 

真部 高明、相馬 貢、山口 巖、 

松井 浩明、大花 継頼、土屋 哲男、

中村 挙子、中島 智彦、廣瀬 伸吾、

小木曽 久人、佐藤 治道、朴 戴赫、 

馬場 創、佐藤 宏司、瀬渡 直樹、

鈴木 宗泰、中野 禅、村上 敬、 

荒川 さと子（常勤職員21名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

先進製造プロセス研究部門で開発された新規なコーテ

ィングプロセスをスピーディーに実用化して社会に還元

するため、産総研オリジナル手法と従来型のコーティン

グ法とのベンチマークによる比較検証や用途に応じた適

用性の系統的分析を HP 上で公開することで、成膜プロ

セスの産業化の加速を目指す。本年度も、ウェブサイト

訪問者数：7700名（平均20名/日）、年間100件を超す技

術相談を受け、この活動が開始された平成22年12月～現

在までに、技術相談件数：239件、試料提供契約：40件、

資金提供型共同研究：53件、民間企業からの資金提供額

合計：150百万円という活発な実績を上げた。第5回つく

ばコーティングシンポジウムを主催、また、産総研オー

プンラボにも出展・講演会を行い、成果発信を行うとと

もに高い関心を集めた。個別案件では、AD 法の産業用

ローラーへのハードコーティングで、戦略的基盤技術高

度化支援事業に採択され、共同研究を実施した。耐摩耗

試験、塩水試験等により、同社の従来メッキ製品の4倍

の耐摩耗性、耐久性が確認され、さらに ASTEC2013で

発表、大きな反響を得て、次年度以降、製品化に向けた

開発ステージに移行する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エアロゾルデポジション、レーザー援用

インクジェット、光 MOD、テーラーリ

キッドソース、紡織コーティング、赤

外コーティング 

 

［テーマ題目５］次世代セラミック電池材料・製造技術

の開発（熱利用 SOFC/SOEC 技術、次

世代二次電池技術） 

［研究代表者］藤代 芳伸 

（機能集積モジュール化研究グループ） 

［研究担当者］藤代 芳伸、濱本 孝一、鈴木 俊男、

山口 十志明、鷲見 裕史、秋本 順二、 

間宮 幹人、木嶋 倫人、永井 秀明、

片岡 邦光、赤松 貴文、申 ウソク、 

真部 高明、廣瀬 伸吾、明渡 純 

（常勤職員15名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
資源生産性を考慮したエネルギー部材・モジュール製

造技術として、次世代自動車や再生可能エネルギー利用

のスマートグリットでの分散電源等に利用される、安全、

高容量、低コストの新たな次世代電池デバイス材料・部

材製造プロセス技術として、ナノレベルからの構造制御

を活用する機能性セラミック材料や集積技術等の製造プ

ロセス技術を活用する次世代セラミックス蓄電池として

の、新たな蓄電材料〜部材〜モジュール製造技術を開発

する。本年度は、全固体電池や空気電池の実現を目指し、

これまで開発したセラミック LITAP 系電解質シートの

耐還元性を向上する目的で、LZr2(PO4)3:LZP 系無機保

護膜の形成プロセスを検討した。その結果、電解質界面

での還元保護膜として導電性が比較的高い中間層の最適

熱処理等の成膜条件を明らかにした。また、新規リチウ

ムおよびナトリウムイオン電池等用材料・部材技術に関

して、ガーネット型固体電解質材料 Li7La3Zr2O12の合成

プロセス技術を確立し、素材企業との連携に繋がると共

に、ナトリウムイオン電池用の新規正極材料として、ト

ンネル構造マンガンチタン酸化物、新型蓄電池用電極材
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料としてのナトリウム銅酸化物などの高性能化に成功し

た。 

さらに、マイクロ SOFC 製造技術を活用する600℃付

近の低温域での電解水素製造デバイス、及び、金属酸化

物等の酸化還元反応を組合せたエネルギーキャリアの新

規貯蔵デバイスに向けた要素技術を検討した。

4.0mmφ×50mmL 級のジルコニア電解質にて、管型セ

ラミックリアクターを作製し、セル内部にガス流通が可

能な粒度を持つ金属酸化物粉末材料を充填し、加湿65%、

600℃の条件で、電気化学反応で水素貯蔵と発電利用が

繰り返し可能なデバイス製造技術を開発し、リチウム電

池の4倍程度の化学エネルギーの貯蔵が可能である事を

見いだした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］機能－構造部材融合化、マイクロ 

SOFC 製造技術、水蒸気電解セル、ポ

ータブル電源、セラミック電解質、高集

積化プロセス、機能性イオン伝導セラミ

ックス、セラミックナノ構造電極、ナト

リムイオン電池、金属空気二次電池、全

固体電池、シート成形、電気自動車、分

散電源 
 

［テーマ題目６］マルチガスセンサ素子の高感度化 

［研究代表者］申 ウソク（電子セラミックプロセス研

究グループ） 

［研究担当者］申 ウソク、伊豆 典哉、伊藤 敏雄、

赤松 貴文、加藤 且也、中村 仁美、

加藤 一実、木村 辰雄、増田 佳丈 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

呼気分析等の非侵襲な生体情報計測において新しいシ

ステムの要であるセンサデバイスの開発のため、マルチ

ガスセンサ素子の高感度化を進める。熱電式マイクロデ

バイスを用いた、呼気中の水素、一酸化炭素、メタン濃

度を1チップで迅速かつ選択的に計測できるマルチガス

センサ及び、呼気中のアルデヒドやアルコールを、酵素

を用いて検出する新しいセンサの高感度化技術を進めた。 

 熱電式センサ技術については、センサ素子の燃焼触媒

集積化の高度化が不可欠であり、①粒子分散状態がガス

燃焼性能を向上させる、②触媒塗膜の形状制御を含むマ

イクロデバイスのデザインを改良し、ppm レベルのガ

スを迅速に測定するセンシング技術を確立することを目

標にした。バイオセンサについては、支持体電極の材質

と微細構造が酵素反応に与える影響について検討するこ

とを目標にした。 

 本年度は、熱電式センサについては信号ドリフトや高

感度化を妨げる安定性の改良を行い、CO 用センサにつ

いては触媒材料改良によって CO 燃焼性能を向上させて

熱電式センサにより1ppm CO を検知した。燃焼触媒を

ペースト状にしてデバイス表面に塗布する集積化プロセ

スでは Pd をアルミナに分散担持させたセラミックス燃

焼触媒の分散及び膜厚等を変えることで1ppm メタンの

検知を実現し、ガス選択性向上の可能性を確認した。マ

イクロデバイスの歩留まりを上げ、且つ、高信頼性のガ

ス濃度検知が可能なアレー型のマイクロデバイスのデザ

インを修正したデバイスを作製し、1ppm レベルの CO
とメタンをそれぞれ検知した。 

 バイオセンサでは、ホルムアルデヒド検出用としてホ

ルムアルデヒド脱水素酵素を選択し、各種 TiO2基板上

における酵素反応特性を検討した。基板上に酵素溶液を

コーティングし、一晩4℃で乾燥させ、酵素の活性を測

定した。乾燥後の基板表面に固定されていない酵素を洗

浄すると、酵素活性が洗浄前の1/10程度になった。固定

された酵素の吸着量は、酵素が基板表面に一層吸着する

と仮定した計算値とほぼ一致した。溶液析出法で作製し

たナノ結晶からなる TiO2＠FTO 基板を550℃で加熱処

理すると、その表面で高い酵素活性を示すことを確認し

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］デバイス集積化用触媒、ガスセンサ、熱

電、ホルムアルデヒド脱水素酵素、酸化

チタン、溶液析出法、ナノ結晶 

 

［テーマ題目７］高速・高効率加熱技術による CFRTP
の開発 

［研究代表者］堀田 裕司 

（無機複合プラスチック研究グループ） 

［研究担当者］堀田 裕司、今井 祐介、佐藤 公泰、

島本 太介、安岡 正喜 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

次世代の輸送機器（航空機、自動車、鉄道等）、発電

用風車、建材において、軽量性・強度に優れる炭素繊維

強化プラスチックが注目されている。炭素繊維強化プラ

スチックは炭素繊維と樹脂からなる複合材料であるが、

現在の製造工程では、一般的に熱硬化性樹脂が用いられ

るために成形時間が長く、大量生産品への対応が困難な

こと等の問題がある。そのため、炭素繊維強化プラスチ

ックの開発に於いては、マトリックス樹脂を現状の熱硬

化性樹脂から熱可塑性樹脂へ転換することが求められて

いる。特に生産性と品質保証が大きな課題である自動車

分野では、CFRTP の高速成形及び品質確保のための基

礎的データの蓄積と技術開発が重要とされている。成形

に於いては、成形時の加熱冷却過程を経ると熱可塑性樹

脂の結晶化が引き起こされ、加熱冷却プロセス条件によ

って CFRTP の樹脂状態が異なる。そのため、成形プロ

セスと樹脂状態の相関は CFRTP の設計指針を得るため

に重要な研究課題である。本年度は、「局所的な高速・

高効率加熱による高速成形法」と期待されるマイクロ波
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を CFRTP の製造技術に適応するための基礎的データの

取得と、加熱冷却プロセスでの炭素繊維界面近傍とマト

リックス側での樹脂状態に関して研究を行った。マイク

ロ波の正確な照射出力を得るために、半導体式のマイク

ロ波照射装置を導入し、研究開発を進めた。低出力

（20W）でのマイクロ波照射において、マトリックス樹

脂の融点温度まで、スパークせずに CFRTP プリプレグ

の温度上昇が60秒程度で可能であった。出力を36W に

上昇させた場合、20秒程度で融点温度まで CFRTP プリ

プレグの温度は上昇したが、試料にスパークが観察され、

マイクロ波照射による CFRTP の加熱では出力制御が重

要な因子の一つであることが分かった。また、炭素繊維

と熱可塑性樹脂の複合材における炭素繊維界面近傍とマ

トリックス側での樹脂状態の評価を、局所熱分析

（LTA）法にて実施した。その結果、炭素繊維界面近傍

とマトリックス側で軟化点が異なり、炭素繊維近傍の樹

脂の軟化点はマトリックスの軟化点よりも15℃程度上昇

した。つまり、加熱冷却プロセスで CFRTP の樹脂挙動

が炭素繊維界面近傍とマトリックス側で異なることが分

かった。これは繊維界面近傍とマトリックス側で樹脂の

結晶性が異なることが起因していると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］複合材料、CFRTP、マトリックス樹脂、

結晶化 
 

［テーマ題目８］新たな加工技術、劣化評価技術を包含

した機器設計のための基本システムツ

ール開発 

［研究代表者］鈴木 隆之 

（機能・構造予測検証研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 隆之、西村 良弘、笹本 明、 

原田 祥久、中住 昭吾、村松 眞由、

加納 誠介、平澤 誠一、藤澤 悟、

Ryalov Oleg、松崎 邦男、 

花田 幸太郎、中野 禅、加藤 正仁、

大花 頼継、鈴木 健、是永 敦、 

間野 大樹、三宅 晃司、日比 裕子、

中野 美紀、増井 慶次郎、近藤 伸亮、 

往岸 達也、澤田 有弘、高本 仁志、

芦田 極、栗田 恒雄 

（常勤職員28名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
機械やシステムの基本設計に必要とされる候補構造材

料の加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を予

測するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工

学手法を融合したトータルデザイン支援技術を開発する

ことを目的とする。 

本年度は、これまで構築した上流設計のための基本シ

ステムの構成を見直し、「デザイン・ブレイン・マッピ

ング・ツール」や「材料・製品特性統合分析ツール（寿

命・余寿命評価ツール）」をそれぞれ更新するとともに、

「ライフサイクルシミュレーションツール」、「トータル

パフォーマンス解析ツール」を加えた。その結果、上流

設計段階において、重要な設計因子の抽出から劣化損傷

等の物理的挙動解析、ライフサイクルの動的予測、コス

ト、環境負荷等、ライフサイクルの一連の課題を取り扱

えるシステムとすることができた。 

また、本システムを検証するために、炭素繊維強化複

合材料（CFRP）を用いた締結部材に関する実験データ

を実装した。その結果、CFRP の締結法であるチタン

ボルト締結や接着材による締結等種々の締結法の利点、

課題が明瞭に表示できることを示した。加えて、詳細な

実験データも含めて利用できるようになり、設計者が上

流設計段階で正確に判断し、与条件を決定できるツール

として用いることを検証することができた。 

さらに、他の検証例として、電磁力応用機器を選定し、

モーターの主構成因子であるステーター、ローターにつ

いて、その製造プロセスに関する要素技術に関して加工、

劣化特性等の評価に着手した。加工特性、電磁特性とも

に優れた加工法を構築するために、種々の条件にて打ち

抜き加工試験等を実施し、その結果を取得、集積した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］上流設計、概念設計、設計支援ツール、

非破壊損傷評価、寿命・余寿命予測 

 

［テーマ題目９］難加工材の高精度高効率加工のための

加工現象解明 

［研究代表者］加納 誠介（加工基礎研究グループ） 

［研究担当者］加納 誠介、鈴木 隆之、芦田 極、 

松崎 邦男、大花 継頼、増井 慶次郎、

三宅 晃司（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 3軸動力計を使用し、送り分力、横分力、ならびに 背

分力を測定することを試みた。動力計はワーク下部に設

置し、動力計上面に作用する力の直交3成分を動的に測

定した。同時に V バイトに3軸加速度センサを接着剤に

より取り付け、切削加工中の工具振動の測定を行った。

被削材として、銅の単結晶 Cu(100)面を使用し、切削

方向として、[001]方向と[0-11]方向2方向を選んだ。そ

れぞれの加工の際の切削力測定では、切削痕の盛り上が

りが大きかった Cu(100)面 [001]方向の加工では、大

きな切削力が必要となった。一方、工具振動の測定では、

切削時と空切削時で同じ周波数帯でピークが見られるた

め、機械の固有振動が測定されていると考えられる。こ

れは、工具が剛に取り付けられていることを示しており、

加工痕の違いは、工具の振れによって生じたものではな

く、加工方向と滑り面の関係によって生じたものである

ことを示している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］振動計測、動力計測、銅、すべり面 
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［テーマ題目10］現場の可視化による付加価値の高い製

造技術の開発 

［研究代表者］岡根 利光（基盤的加工研究グループ） 

［研究担当者］岡根 利光、今村 聡、碓井 雄一、 

伊藤 哲、山内 真、岩本 和世、 

梶野 智史、澤田 浩之、徳永 仁史、

古川 慈之（常勤職員10名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 製造プロセスの高度化及びそれを支える技能を継承す

るために、ものづくり現場の技能を可視化する技術、利

便性の高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境負荷

な加工技術を開発する。今年度は、可視化技術、情報技

術について、それぞれ以下の研究を行った。 

 可視化技術では、労働者の高齢化に伴う熟練者不足を

解消するため、作業状況に応じて適切に作業指示できる

作業支援技術の研究が進められている。これまでに、そ

の映像提示技術として高解像度両眼ビデオシースルーデ

ィスプレイの開発を進めている。 

 両眼ディスプレイに提示された作業対象物を見ながら

作業を行うことを想定すれば、作業者が作業位置をより

正確に把握するには、奥行き感の精度が高いほうが望ま

しい。そこで、開発を進めている両眼高解像度ビデオシ

ースルーディスプレイを用いて、被験者を用いた奥行き

感評価を行った。その結果から、このディスプレイを使

用せず直接視で行った実験結果と比較してもその奥行き

感は十分に高い精度であることが確認できた。 

 CFRP 加工技術に対し、研削加工に着目し、加工条

件及び積層構造に対する加工現象の解明を進めた。砥石

を使ったヘリカル加工による穴あけでは、スパイラル加

工での加工力と加工条件の関係を明らかにした。ダイヤ

モンドワイヤーソーはマトリックス樹脂の消失・変質な

どの大きな欠陥を生ぜずに、炭素繊維を良好な加工面性

状で加工できることを明らかにした。 

 情報技術では、情報収集機器と MZ Platform の連携

を目的に、MZ Platform アプリケーションによる現場

データの活用、情報収集機器による現場データの直接取

得、Web 情報の取得と活用が可能なソフトを MZ 
Platform により開発した。MZ Platform により作業負

担を軽減する操作性と拡張性を実現するとともに、FTA
（故障木解析）における解析品質向上と作業負担軽減の

同時達成を目的として、自動車部品メーカー13社におけ

る実務検証、ファイルサーバー／データベースによる社

内事例の共有化、PA（問題解析）支援機能追加を行っ

た。また、仮想生産技術として SPH 法（粒子法）によ

る鋳造における湯流れ解析システムを開発した。今年度

は、境界条件処理の改善による信頼性向上、相転移を考

慮したシミュレーションの高度化、可視化機能の拡張を

行い、その有効性を確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］可視化技術、鋳造、技能継承、情報技術、

品質保証技術、初期設計、シミュレーシ

ョン 

 

［テーマ題目11］メソ多孔体薄膜のガス吸着特性を利用

した micro-QCM システムの構築 

［研究代表者］木村 辰雄（テーラードリキッド集積研

究グループ） 

［研究担当者］木村 辰雄、加藤 一実 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔性（高表面積、高規則性メソ孔配列）に由来する

特徴的な機能、例えば吸着特性などの活用を意識した材

料開発を行うことで、組成に依存しない各種デバイス部

材への展開が期待できる。本萌芽研究では、各種組成の

薄膜材料を対象に、ガス吸着特性を利用した micro-
QCM システムの構築を目指し、多孔性の高さや吸着質

との相互作用と検出感度に関する相関に対する理解を深

めることを目的とした。 

 成膜プロセスを種々に検討し、市販の5mmφQCM 電

極上にシリカ及びリン酸アルミニウムのメソ多孔体薄膜

が成膜できることを確認した。単純な揮発性有機化合物

（トルエン、エタノールなど）を検出対象として、

micro-QCM システムとしての動作特性を調査した結果、

ppb レベルでのガス成分の検出が可能であると思われる

結果が得られた。特にメソポーラスリン酸アルミニウム

が有望であると思われたが、いずれの場合も、振動数の

変化が不安定であった。焼成時に金電極が部分的に断裂

した可能性が想定されたため、紫外線照射により界面活

性剤を除去する方法に変更することとした。予備実験と

して紫外線照射前後で電極自身の周波数がほぼ変化しな

いことを確認できた。今後は、安定した周波数変化が検

出できるようにシステムを再構築し、質量検出で混合ガ

スを検出するという未踏分野に挑戦したい。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］メソ多孔体、ガス吸着、QCM 

 

［テーマ題目12］実用エネルギーイオン照射によるＹ系

超電導薄膜の臨界電流特性の向上効果の

研究 

［研究代表者］松井 浩明 

（機能薄膜プロセス研究グループ） 

［研究担当者］松井 浩明、小木曽 久人、山崎 裕文 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

イットリウム系超電導材料（YBa2Cu3O7）を用いた電

力機器の実現には、臨界電流密度（Jc）の向上につなが

るナノ欠陥の高効率導入プロセスを確立する必要がある。

本課題では、従来、化学的手法に比べて特性向上幅と経

済性の両面で不利と考えられてきたイオン照射プロセス

について、加速エネルギーの抑制による技術的優位性の
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再検証を行った。具体的には、従来、大型の研究用加速

器によってしか得られない100MeV～1GeV 領域のイオ

ンビームを用いて行われてきた欠陥形成プロセスを、産

業用加速器によって得られる数 MeV 以下の領域を用い

て行い、その Jc向上効果を実験的に研究した。 
 はじめに、3MeV の金イオンを用いて照射実験を行っ

た。その結果、照射量を適切に制御することにより、磁

場中 Jc 値が最大約4倍（0.2→0.8 MA/cm2 @1T）に向

上することを明らかにした。この向上幅は、現在の主流

である不純物析出による欠陥導入法で報告されている最

高値に匹敵する高い値であり、Y 系超電導体に対する

MeV 領域のイオン照射プロセスが、高い技術的ポテン

シャルを有していることを示す。 

 次に、Jc 向上の起源を明らかにする為に、透過電子

顕微鏡による微細構造観察を行った。その結果、ab 面

に平行な方向で測定した高分解能像において、照射膜に

固有の微小モアレスポット（直径6nm 以下）を観測し

た。このモアレスポットは、結晶軸に対してランダムな

方向と分布を有し、析出物等による影響とは明確に区別

される。これにより、本研究で観測した大きな Jc 向上

効果が、イオン照射によって形成された微小構造欠陥に

よる磁束ピン止め力の増強に起因することを明らかにし

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超電導、臨界電流、イオン照射 

 

［テーマ題目13］炭素繊維の表面処理法の開発 

［研究代表者］今井 祐介 

（無機複合プラスチック研究グループ） 

［研究担当者］今井 祐介、島本 太介、堀田 裕司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 炭素繊維強化複合材料（CFRP）の開発に資するため、

炭素繊維（CF）の表面処理に関する課題の解決を目指

した。汎用の X 線 CT では通常観察できない CFRP 中

の炭素繊維の観察を可能とすることを目指し、炭素繊維

の金属めっき技術の開発を試みた。 

 不連続 CF 繊維強化の CFRP においては、CF の分散

性、配向状態、残存長さ等が特性に大きく影響するため、

その評価を行なって成形条件に反映させていくことが必

要である。X 線 CT 装置は非破壊で複合材料中の強化繊

維を観察できることから、有用な評価手段となることが

期待されている。しかしながら、CF とマトリックスポ

リマーの X 線吸収係数の違いが小さいため、管電圧を

小さく設定することのできない汎用の X 線 CT では、

CFRP 中の CF を観察することができない。そこで、

CF に X 線吸収係数の大きな銅をめっきすることにより、

X 線 CT での観察を可能とすることを目指した。 

 無電解めっき法により、さまざまな CF に厚さを制御

して銅めっきを施す条件を確立した。銅めっき CF を用

いることにより、汎用の X 線 CT を用いて CFRP 中で

の CF の分散・配向状態を観察することが可能となった。

銅めっきの厚さとしては、数百 nm 程度が観察に適して

いた。 

 今後、銅めっき CF をＸ線 CT トレーサーとして用い

ることにより、大きな視野範囲での X 線 CT 観察を行

なう等、CFRP の評価技術としての有効性を確認し、

適用範囲を広げていくと共に、さまざまな条件で成形す

る CFRP の評価に適用し、成形条件の改善に寄与する

ことを目指す。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］炭素繊維強化複合材料、X 線 CT、銅め

っき 

 

［テーマ題目14］新原理に基づく熱損傷レスレーザ複合

加工技術の開発 

［研究代表者］栗田 恒雄（マイクロ加工システム研究

グループ） 

［研究担当者］栗田 恒雄、芦田 極（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 国内製造業活性化のため、高付加価値な新規医療デバ

イスの開発が求められている。例えばステントは人体の

様々な部位における狭窄、瘤を改善させる医療機器であ

る。冠動脈用ステントでは、薬剤溶出により、血管が再

び閉塞するのを防ぐ機能が付加された製品も普及するな

ど広く用いられている。一方、脳梗塞、脳動脈留の治療

に対応した脳血管用のステントの登場が望まれている。

経済産業省より発行されている｢技術戦略マップ2010｣で

は、医療機器全般、ステント機器の重要性が指摘されて

おり、2017年ごろに脳血管用ステントが開発されると記

述されているが、脳内血管サイズのステントを製造する

ことが難しいため、適用例が少ない。 

 産総研では、これまでに脳血管ステントサイズの形状

を加工可能な装置を開発したが、レーザ加工で生じた溶

融再凝固物の除去という課題が明らかになった。脳血管

ステント加工には、加工影響層のほとんど存在しない加

工技術開発が必要である。またステント全般の問題であ

る再狭窄防止機能を付加できる表面処理技術開発も望ま

れる。 

 本研究では、医療機器の高付加価値形状創成に必要な

微細加工技術、装置を開発する。実例として脳血管に挿

入可能な極細管への熱影響極小ステント形状、及びステ

ント全般の課題である再狭窄を防止するステント表面ナ

ノ形状、等を対象にした新規微細形状加工技術を開発す

る。また加工が可能な次世代加工装置プロトタイプを試

作、加工を実証する。さらに前記成果を発展させ、次世

代加工装置を用いた次世代加工システムの概念を提案、

医療機器を中心としたデバイスを高効率、低コスト、低

環境負荷で生産することで国内製造業の活性に貢献する。 

 本年度は、従来技術では困難であった熱影響極小の微
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細加工技術を提案した。本プロセスは、微細レーザ加工

と微細電解加工を繰り返して作用させる（逐次複合加

工）ことにより、熱影響層がほとんど存在しない高アス

ペクト比加工を実現する。試作した実験装置を用いて重

要加工条件の選定、最適化を行った。最適加工条件を用

いて、ステント材料へ微細形状の実証加工（溝幅30µm
以下、溝深さ300µm 以上、溶融再凝固物無し）複合加

工が可能であることを実証した。また、従来の加工装置

よりも1桁以上削減した（装置設置面積1/50、消費電力

1/50）、世界最小・最軽量・最小消費電力レーザ微細加

工装置（金属材料へ深さ幅比10以上可能）の仕様につい

て検討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］レーザ加工、電解加工、複合加工、ステ

ント、ステントグラフト 

 

［テーマ題目15］ハイブリッド型 SOEC を用いた燃料

合成プロセス開発 

［研究代表者］山口 十志明 

（機能集積モジュール化研究グループ） 

［研究担当者］山口 十志明、赤松 貴文、濱本 孝一、

藤代 芳伸、申 ウソク 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能エネルギーを有効活用し、二酸化炭素や水を

原料とした燃料の合成プロセスの開発が注目されている。

従来の触媒反応では不可能な非平衡反応等で、高効率に

物質変換を可能とする技術が求められている。セラミッ

ク電気化学セルでの電解反応を利用した炭化水素への直

接化学合成反応が可能な技術として、イオン導電性セラ

ミック材料を活用する新たなセル・スタック製造技術や

接続シール材料に関する要素技術を研究した。 

 ジルコニア系酸化物イオン導電性電解質および、酸化

セリウム系プロトン導電性電解質を用いた管状のセラミ

ック電気化学セルを作製し、単独または連結させた新た

な電気化学的モジュール製造技術を開発した。さらに、

開発した電気化学反応セルを用い、600℃付近の低温で、

二酸化炭素と水から直接メタンを合成できる技術等を開

発した。また、耐熱性や熱膨張係数などの制御性に優れ

たガラス材料と導電材料で構成される複合材料を開発し、

材料の保形性やシール製、導電性の制御因子等の技術的

な知見を得た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電気分解反応、セラミックセル、水素製

造、燃料合成、接合技術 

 

［テーマ題目16］次世代エネルギー部材・モジュール提

供に向けた蓄電デバイスの研究開発 

［研究代表者］片岡 邦光 

（結晶制御プロセス研究グループ） 

［研究担当者］片岡 邦光、間宮 幹人、木嶋 倫人、

永井 秀明、秋本 順二 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、社会全体としてエネルギー問題、CO2削減をは

じめとした環境問題の打開が求められている。その打開

策の一つに化石燃料に由来するエネルギーの代替エネル

ギーが求められ、電気エネルギーへのシフトが加速して

いる。電気エネルギーを利用して、従来のエネルギーと

同等のエネルギー得るために、近年、リチウムイオン二

次電池が注目されており、多くの国で研究・開発がされ

ている。リチウムイオン二次電池は、鉛蓄電池やニッケ

ル水素電池などの二次電池に比べエネルギー密度が高い

ため、高出力が期待できる。そのため、近年では PC や

携帯電話などの小型精密機械に主に用いられているが、

HV 車や EV 車など環境を配慮した自動車、家庭用蓄電

池や携帯電話基地局のバックアップ電源などの定置型電

源への利用が想定されている。そこで本年度は、さらに

高容量、高出力を可能とする蓄電デバイスの研究開発を

目指して、炭素系材料、酸化物材料を用いた蓄電デバイ

スの作製・評価を行った。まず、活物質として既存の炭

素系材料用いた蓄電デバイスを作製し、次に酸化物を用

いた蓄電デバイスの作製・評価を行った結果、作製した

蓄電デバイスの容量は、既存の炭素系材料を用いた場合

よりも高容量であることが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］蓄電デバイス 

 

［テーマ題目17］超重力場による酸化物の結晶構造変化

とその物性 

［研究代表者］杵鞭 義明 

（特異反応場プロセス研究グループ） 

［研究担当者］杵鞭 義明、鈴木 一行 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 巨大な加速度（超重力場）の働く環境に結晶が存在す

ると、その構造は一般的な構造から変化するのであろう

か。これまでは、衝撃実験による高圧相の生成は知られ

ていたが、本研究（熊本大学との共同研究）により、定

常的な高加速度の下では、高圧相とは異なる新規な結晶

構造が現れることがわかった。 

 実験では、単結晶 TiO2（ルチル構造）に400kG 
（G:9.8m/s2）の超重力を c 軸方向に沿って加えた。さ

らに試料を400℃まで加熱し、24h 保持した。その後冷

却し、各種評価を行った。 

 TiO2の結晶構造は、Ti を中心とする歪んだ TiO6八面

体が c 軸方向に稜共有をした構造を持つ。また、酸素間

距離には稜共有する箇所（Os）と稜共有しない箇所

（Ou）の2種類が存在する。構造解析の結果、重力結晶

はルチル構造を保つものの、通常の結晶とは原子位置が
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大きく異なる結晶であることが判った。すなわち結晶は

c 軸方向に大きく縮小し、一方 a 軸方向には若干の膨張、

その結果、相対的には c/a は大きく減少していた。また、

Os と Ou の比率は等方的な値に近づいていた。多くの

酸化物がルチル構造をとるが、超重力試料の値は金属的

特徴を示す VO2に匹敵するものであった。また結晶の

透過率測定より、バンドギャップが狭くなっていること

が確認された。確認された結晶構造に基づき第一原理計

算を行った結果、Ti3d 軌道で構成される伝導帯の幅が

広くなり、そのためバンドギャップが狭くなることが示

唆された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］加速度、結晶構造 

 

［テーマ題目18］赤外線サーモグラフィーを用いた無機

系複合材料の定量的損傷評価法の探索 

［研究代表者］村松 眞由 

（機能・構造予測検証研究グループ） 

［研究担当者］村松 眞由、原田 祥久、鈴木 隆之 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、優れた比強度および比剛性を有する炭素繊維強

化プラスチック（CFRP）に大きな関心が寄せられてい

る。CFRP の適応範囲は様々な構造物へと拡大してい

ることから、CFRP 構造物に対する非破壊検査技術の

開発が急務となっている。現状では、CFRP 構造物の

非破壊検査には、広範囲を短時間で簡便に測定可能な赤

外線サーモグラフィーがしばしば用いられ、得られる熱

画像に基づいて欠陥検出が行われている。しかしながら、

テーラーメイドによって開発される多種の CFRP の熱

画像に関する検討はなされていないのが現状であった。

また、2次元の熱画像から如何に実際の欠陥形状および

欠陥位置を推定するかという問題もあった。 

 そこで、本研究では、赤外線サーモグラフィーを用い、

種々の微視組織を有する CFRP に対して系統的な欠陥

検出を行った。CFRP 平板から日本非破壊検査協会

（JSNDI）標準試験片を作製し、ホットプレートで試

験片背面を加熱し、表面における熱画像を取得した。そ

の結果 CFRP の繊維含有率が少なくなるほど欠陥が明

確に検出可能であることがわかった。また、PAN 系

CFRP の方がピッチ系 CFRP よりも欠陥検出が容易で

あることも明らかとなった。さらに、内部の欠陥形状お

よび位置を推定可能な逆解析プログラムを構築した。

PAN 系 CFRP の熱画像を取得し、得られた画像を入力

情報として、逆解析を実行した。その結果、本解析によ

って欠陥のサイズは決定できないものの、欠陥深さの範

囲以内で欠陥位置が推定可能であることが示された。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］CFRP、赤外線サーモグラフィー、逆解

析 

［テーマ題目19］上流設計における衆知探索・再構成技

術の開発 

［研究代表者］高本 仁志 

（システム機能設計研究グループ） 

［研究担当者］高本 仁志、澤田 有弘、増井 慶次郎 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 昨今の製品開発において、「設計・技術情報の検索・

再構成」、「膨大な実験・解析結果の解釈」、「体系的設計

開発案の高度化・自動化」を行う技術が注目を集めてい

る。本研究では、これらの技術の基盤として、製品開発

上流段階で技術者が特定の製品モデルに依らずに、機能

要求やそれを満たす製品属性などの設計因子を定義・閲

覧する「設計因子ネットワークを用いたシステム記述環

境」を開発した。 

 本研究で行ったヒヤリングにおいて、製品企画・設計

に携わる技術者は、製品開発の初期段階では多様な顧客

情報や様々な工学分野の知識が用いるため、製品モデル

を特定の観点から構築することが困難であり、また、顧

客情報や技術知識の全体像を把握するためには、抽象度

の高い表現方法が求められることが確認できた。 

 本研究では、品質機能展開（ Quality Function 
Deployment（QFD））で明らかになる要求機能とそれ

を満たす製品の属性との関係を、設計因子の関係性ネッ

トワークとして一般化し、そのネットワークを構築・可

視化する環境を開発した。また、実験やシミュレーショ

ン解析で得られる設計因子間の定量的関係をこの環境上

で可視化することで、様々な実験・解析結果を一つのネ

ットワークとして可視化できるようになった。例として、

チタンボルトの加工性を向上させるために行われた成

形・熱処理などに関わる実験結果の関係を可視化できた。 

 研究用途に留まらず、企業の技術者が設計因子の関連

性ネットワークを用いた製品開発を行うためには、作業

負担が少なく、モデル再利用性の高いモデリング環境を

提供する必要がある。このため、ネットワーク記述商用

ライブラリを活用し、技術者の評価に耐えうるモデリン

グ環境の開発を試みた。再配布の可否、汎用性、拡張性

などを考慮した上で、jGraph 社の mxGraph ライブラ

リ評価版を採用した。そして、このライブラリ上に設計

因子関連性ネットワーク構築環境を開発した。例として、

電磁鋼板とその派生製品が持つ因子間の関係を可視化す

る為に用いた。また、モデル内の要素と検索エンジンに

よる検索結果や技術文書と接続することが可能となった。 

部門重点課題の枠組みでデザインブレインマッピング

（DBM）ツールの開発・活用が行われているが、本研

究の成果は DBM ツールの拡張の方向性を示したもので

もある。 

 今後は、自然言語解析手法や人工知能（例：機械学

習）を応用し、ネットワークの編集操作を計算資源が豊

富なサーバー側で支援するアルゴリズムの研究・開発を
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行う予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］設計支援、製品開発、関連性ネットワー

ク 

 

［テーマ題目20］負の摩擦によるゼロ摩擦の研究 

［研究代表者］藤澤 悟（加工基礎研究グループ） 

［研究担当者］藤澤 悟、加納 誠介、三宅 晃司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 摩擦力顕微鏡の測定において原子的に平坦な面（例え

ば劈開面）において格子周期の摩擦が発現する荷重領域

があり、さらに軽荷重な領域では負の摩擦力が発現する

ことが知られている。 

 そこで、摩擦方向に格子周期と同レベルの幅の自励発

振を加えて正の摩擦を連続的に乗り越えるようにすれば、

負の摩擦力のエネルギーを自励発振が吸収するので、負

の摩擦力のエネルギーを正の摩擦を乗り越えることに使

えるようになり、実効的なゼロ摩擦が実現出来ると考え

ている。 

 それを実現させるためには、摩擦方向（＝走査方向）

に格子周期と同程度の自励発振を走査とは別に加えるこ

とを提案する。ただし、自励発振の周波数（例えば DC
～5MHz 程度）を検出できる広帯域の摩擦力顕微鏡の

新規開発が必要となる。 

 そのためには、摩擦方向への力検出プローブ（マイク

ロカンチレバー）の自励発振の周波数すなわち共振周波

数が数 MHz であることから、力検出回路と自励発振回

路の MHz 帯域への飛躍的な広帯域化と低ノイズ化の両

立が必要となり、難易度が高い。本研究では、まずは力

検出用受光回路（フォトプリアンプとメインアンプ）で

DC～MHz 帯域を有しながらも低ノイズなものを開発

することを目標とした。 

 試行錯誤の末、フォトプリアンプとメインアンプの検

出回路として従来とは異なる構成を用いる事により、

DC～10MHz の帯域を実現しながらも0.6mVpp という

低ノイズのフォトプリアンプとメインアンプの開発に成

功した。周波数帯域が DC～10MHz まで伸びているの

が分かった。今回の開発の成功によって、MHz 帯域で

の摩擦方向への自励発振の実現にひとつ近づいた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］摩擦力顕微鏡、格子周期の摩擦、負の摩

擦、ゼロ摩擦、自励発振、広帯域化 

 

⑤【サステナブルマテリアル研究部門】 
（Materials Research Institute for Sustainable 
  Development） 

（存続期間：2004.4.1～） 

研 究部門長：中村 守 

副研究部門長：田澤 真人、小林 慶三 

総活研究主幹：田尻 耕治 

 

所在地：中部センター 

人 員：59名（59名） 

経 費：453,273千円（209,249千円） 

 

概 要： 

 サステナブルマテリアル研究部門は、材料、素材及

び部材に関わる研究開発によって、産業・社会の持続

可能な発展の実現に貢献することを目指す。特に、産

業上重要でありながら、将来の供給に不安があるレア

メタル資源対策のための技術開発、及びエネルギー資

源の節約と、化石燃料の燃焼に伴う二酸化炭素排出量

の抑制による地球環境への負荷低減のための、材料及

び部材に関わる研究開発に取り組んでいる。具体的に

は、可採埋蔵量が少ない上に、極少数の国への埋蔵資

源の偏在が著しいため、我が国の産業にとって重要で

ありながら、将来の安定供給に不安があるいくつかの

レアメタル元素について、代替材料技術及び消費量削

減技術の研究開発を推進した。また、将来のエネルギ

ー不足への対応及び地球温暖化の防止を目的とする研

究においては、エネルギー消費削減に資する材料と部

材に関わる研究開発として、自動車等の輸送機器用超

軽量材料としてのマグネシウム合金を中心とした軽量

金属素材に関わる研究開発と、住宅・オフィスにおけ

る冷暖房のためのエネルギー消費の削減を目指した窓、

壁等の建築材料及び部材に関わる研究開発を重点課題

として実施した。 

 平成24年度は、各重点課題において力を入れたテー

マとその成果の概要は、以下の通り。 
① レアメタルの研究については、偏在が著しいジス

プロシウムを添加する Nd-Fe-B 希土類磁石の代替

材料として、ジスプロシウムを使用しない Sm-Fe-
N 焼結磁石材料の開発を行い、異方性永久磁石の

製造を目指して、高い保磁力を示す異方性粗粉末を

作製する技術を開発した。また、触媒のための白金

族元素消費量削減技術の開発では、触媒の量産化に

向けた開発を推進し、100g オーダーの調製プロセ

ス確立、粉末触媒を大型ハニカムに塗布しての高い

排ガス浄化性能の確認を行った。さらに、タングス

テン代替材料技術では、特定のコモンメタルを添加

することで高靱化したサーメットに、特定炭素化物

を添加して硬度と抗折力を同時に改善できることを

示した。 

② 軽量金属素材についての研究では、AZ31より耐

食性や強度が優れた AM60（Mg-Al-Mn 合金）につ

いて、室温張出し成形性を大幅に改善する高温圧延

技術を開発した。また、凍結鋳型鋳造技術について

は、鋳造水分量が少ないとアルミニウム合金の溶湯

流動長が伸びる現象について、鋳型及び溶湯の温度
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変化の測定結果に基づき検討した。さらに、マグネ

シウム合金の表面処理については高温高圧の水蒸気

処理によるナノ結晶表面層の形成プロセスの効果を

調べ、過酷な複合サイクルに耐えることを確認した。 

③ 省エネルギー住宅・オフィス用材料技術について

の研究では、ガスクロミック調光ミラーの耐久性向

上を新しい Mg-Y 系薄膜を利用して達成し、新し

いスイッチング方式（透明状態／鏡状態）の提案を

行った。木質材料についての研究では、連続押し出

しにおける生産速度の向上と熱可塑成形による易リ

サイクル性の確立について成果を上げた。また、産

総研で開発した調湿材料である「ハスクレイ」を混

合した塗り壁材を、実際に建材実験棟の部屋の壁に

塗って、調湿効果を確認した。 
--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

文部科学省 科学研究費補助金 新学術領域研究（研究

分担者） 
「生物多様性を規範とする革新的材料技術／生物規範階

層ダイナミクス」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（A） 
「ナノ空隙の吸着サイト改質とミクロ界面すべり制御に

よる木材の超塑性加工法の開発」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（B）（研究分担者） 
「エネルギー・環境応用を目指した高結晶性ナノ粒子の

創製プロセス開発」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 
「Mg-Zn-RE 合金の衝撃安全特性および破壊メカニズ

ムの解明」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C） 
「異周速圧延法によるチタン板材の集合組織制御と高性

能化」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 基盤

研究（C）（研究分担者） 
「有機複合体材料への3次元微細構造形成に基づく感温

型デバイスの光制御機能開発」 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的萌芽研究 
「金属複合化合物を経由する新規な白金族金属の再資源

化プロセスの確立」 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 挑戦

的萌芽研究 
「VO2マイクロフレーク創製と熱応答型表面熱伝達制御

素子の開発」 

 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（A） 
「粒子アセンブリ法によるフォトニック結晶テラヘルツ

レーザの創製」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 若手

研究（B） 
「熱電薄膜表面への反射防止構造の作製」 
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 研究

活動スタート支援 
「同心球構造を有するハイブリッドナノ粒子の作製と閉

じた空間空隙材料としての応用」  
 
独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金 研究

活動スタート支援 
「第一原理計算を利用した CNT／金属異相界面の破壊

メカニズムの解明」 
 
独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 助

成金 平成21年度産業技術研究助成制度 

「高効率成膜プロセスを用いた機能性酸化物薄膜の開発

および調光ミラーデバイスへの応用と優れた耐環境性能

を有する構造開発」 
 
独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 助

成金 平成23年度先導的産業技術創出事業 

「木質細胞ヒエラルキー界面をセミソリッド化する非平

衡塑性加工技術の開発と自動車用木材・プラスチック複

合材料への展開」 
 
独立行政法人科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事

業（チーム型研究（CREST）） 研究領域「プロセスイ

ンテグレーションによる機能発現ナノシステムの創製」 
「光神経電子集積回路開発と機能解析・応用」  
 
独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果展開支援プログラム フィージビリティスタディ

ステージ シーズ顕在化タイプ 
「木質材料の流動性発現による複雑三次元成形加工への

天然添加剤の適用」 
 
独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果展開支援プログラム フィージビリティスタディ

ステージ シーズ顕在化タイプ 
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「高耐久性・高意匠性を両立する木質成形体の開発」 
 
独立行政法人科学技術振興機構 研究成果展開事業 研

究成果展開支援プログラム フィージビリティスタディ

ステージ シーズ顕在化タイプ 
「材料技術および金型技術のハイブリット制御によるマ

グネシウム合金板材の室温プレス成形技術の開発」 
 
国立大学法人東北大学 平成23年度補正予算震災復興技

術イノベーション創出実証研究事業（次世代自動車用触

媒開発のための小型ハニカム触媒の試作・評価イノベー

ション実証研究） 

「クリオゲル法によるセリア材の高性能化と粉体および

ハニカム触媒評価」 
 
国立大学法人東北大学 希少金属代替材料開発プロジェ

クト 
「Nd－Fe－B 系磁石を代替する新規永久磁石の実用化

に向けた技術開発／窒化鉄ナノ粒子の大量合成技術およ

びバルク化技術の構築／窒化鉄ナノ粒子の表面修飾と低

温焼結技術の開発」 
 
財団法人石川県産業創出支援機構 平成24年度戦略的基

盤技術高度化支援事業 

「航空機中空複雑形状鋳物用、砂型差圧鋳造技術の開

発」 
 
東広島商工会議所 平成24年度戦略的基盤技術高度化支

援事業 

「高機能難焼結性粉末を低温・短時間でニアネット成形

する動的加圧機構を搭載した次世代パルス通電焼結技術

の実用化開発」    
 
補助金 経済産業省イノベーション拠点立地支援事業

「先端技術実証・評価設備整備等補助金（企業等の実

証・評価等設備の開発事業）」 
「押出用高強度難燃性マグネシウム合金製造設備の整

備」 
 

発 表：誌上発表135件、口頭発表233件、その他42件 

--------------------------------------------------------------------------- 
凝固プロセス研究グループ 

（Solidification Processing Group） 

研究グループ長：多田 周二 

（中部センター） 

概 要： 

 所属部門の重点課題である軽量金属材料技術ならび

にレアメタル対策技術を中心に、産業・社会の持続可

能な発展に資する新しい鋳造プロセスの開発に取り組

んだ。電磁力の活用では電磁撹拌連続鋳造法を検討し、

マグネシウム合金鋳造組織への均質化および微細化効

果を明らかにした。セミソリッド成形技術では、高品

質のスラリー調整法を考案し、ダイカスト用アルミニ

ウム合金 ADC12のセミソリッド成形が可能となった。

さらに、凍結鋳型に関する研究では、複雑形状をもつ

大型鋳物への適用を図るため、中子の崩壊性や品質向

上について検討を行った。これにより、アスペクト比

が10を超える細長い形状の凍結中子について、良好な

鋳造ができることならびに鋳造後の砂の排出性に優れ

ることを確認した。また、CFRP に対抗しうる新た

な軽量金属素材としてアルミリチウム合金の材料開発

も進めた。その結果、有効な添加元素が絞り込まれ、

加工性を改善できる可能性が示された。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

環境応答機能薄膜研究グループ 

（Energy Control Thin Film Group） 

研究グループ長：吉村 和記 

（中部センター） 

概 要： 

 多層薄膜を利用した省エネルギー効果の大きい窓ガ

ラス材料として、調光ミラーガラス、サーモクロミッ

クガラス、液晶を用いた新規調光ガラス、全反射を用

いた新規調光ガラスの研究を行なった。調光ミラーガ

ラスの研究においては、マグネシウム・イットリウム

合金を用いた調光ミラー薄膜材料を開発し、スイッチ

ングの繰り返しに対する耐久性を飛躍的に向上した。

また、微小な空間を利用する新しいガスクロミックを

用いたスイッチングシステムを開発し、省エネルギー

窓としての実用化に向けて大きく前進した。サーモク

ロミックガラスについては、世界トップレベルの調光

性能を持つ VO2ナノ粒子を再現性よく、かつ大量に

合成する方法を確立した。液晶を用いた新規な調光ガ

ラスの研究では、液晶・高分子のメゾスケール複合構

造の作製技術を高めて熱応答型光制御素子としての機

能性向上を実現した。全反射を用いた新規調光ガラス

の研究では、自動調光機能を持つ調光シートの製造法

を確立するため、企業と共同研究を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

木質材料組織制御研究グループ 

（Advanced Wood-based Material Technology 
  Group） 

研究グループ長：金山 公三 

（中部センター） 

概 要： 

 樹木は、人工的なエネルギーを使用すること無しに

太陽エネルギーによる光合成で成長するので、大気中

の二酸化炭素固定による「地球温暖化対策」と、再生

産による「資源枯渇対策」として有望な材料と位置づ
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けられる。そして、公共建築物への国産木材利用を促

進する法律も施行された。このような背景に基づき、

木材の有効利用の大幅拡大が期待されているが、それ

を実現するためには、①強度向上技術、②形状付与加

工技術、③寸法安定性向上技術、④耐久性向上技術並

びに評価・保証技術などが必要である。 

 そこで平成24年度は、②を中心テーマとして、その

遂行に際して①③④も考慮して取り組んだ。木材の細

胞間層を選択的に軟化させて、隣り合う細胞同士のせ

ん断滑りを生じさせることによって、材料を変形させ

る「流動成形」の検討を進めた。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

セラミックス応用部材研究グループ 

（Applied Technology with Traditional Ceramics 
  Group） 

研究グループ長：杉山 豊彦 

（中部センター、瀬戸サイト） 

概 要： 

 窯業、陶磁器に関して蓄積した研究手法やノウハウ

を活用して、省エネルギーに役立つ建築部材の技術開

発を行なう。外壁や庭、屋上などに用いられるセラミ

ックス製ブロック等に、保水性、透水性、断熱性、防

音性などの機能を付与したセラミックス建材を開発す

る。同時に廃棄物のリサイクルのための技術開発を行

なう。また、陶磁器製造技術、釉薬関連、データベー

ス構築などの基礎研究および基盤技術の応用研究を行

なう。平成24年度は、焼成せずに製造する保水性セラ

ミックスについて耐凍害性の向上等の部材改良研究を

継続して行った。耐凍害性の向上に有効な添加剤につ

いて、添加剤の種類を変えた場合の効果とその弊害に

ついて、試作品を利用した実証試験等により、傾向を

把握した。基盤的研究として環境適合型顔料、粉体へ

の特性付与、釉薬データベースの構築などの研究を行

い、応用研究として省エネ建材を目指した釉薬の研究、

アルミナ系部材等の成形技術の研究を継続した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

相制御材料研究グループ 

（Phase Engineering for Advanced Materials 
  Group） 

研究グループ長：尾崎 公洋 

（中部センター） 

概 要： 

 これまでのレアメタルに依存した機能性の向上を見

直し、レアメタル資源への依存度を低減した材料開発

を実現するため、材料合成過程における非平衡状態を

積極的に活用した代替材料および省使用化技術を開発

する。特に、磁性材料、熱電材料、硬質材料を中心に

研究を進めた。 

 ハイブリッド自動車の駆動用モータに利用される磁

石に含まれる重希土類元素である Dy を使用しない磁

石の開発を続けている。その一番の候補である Sm-
Fe-N 磁石粉末に対して、焼結に適した微細結晶を有

する粉末を開発した。 

 廃エネルギーの有効利用のためには、熱を電気に変

換できる熱電変換材料が有効である。これまでに開発

された熱電変換材料に含まれる希少金属である Bi、
Te、Sb を用いない Fe2VAl 熱電モジュールを開発し

ている。このモジュールの変換効率を調べ、その一部

を別の元素で置換することで効率を改善できることを

明らかにした。  

 また、精密加工を実現するために使用される硬質な

金型材料などに利用される W や Co の使用量を削減

することを目的として、FeAl 金属間化合物や Ni を

結合相とした新しい硬質材料の開発を行っている。窒

化チタンを硬質粒子とする硬質材料について、結合相

との整合性を高め高強度に焼結する技術を開発した。

さらに、WC を FeAl で結合した硬質材料の強度向上

を目指したプロセスの提案を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

環境セラミックス研究グループ 

（Ecological Ceramics Group） 

研究グループ長：田澤 真人 

（中部センター） 

概 要： 

 当グループは、セラミックス微粒子や薄膜等の材料

に要請される技術課題の解決に取り組み、具体的実用

技術の開発に寄与することで、持続可能な産業・社会

の構築という部門のミッション、特に「省資源型環境

改善部材の開発」に貢献することを目的とする。また、

技術的背景となる基盤研究として、セラミックス粉体

の製造・混合・分散技術および配列・配向等の高度制

御・評価技術などセラミックス粉体に関する技術体系

の構築を図る。 

 平成24年度は、「調湿材料の合成・部材・応用の研

究開発」において、開発した調湿塗り壁材を環境調和

型建材実験棟に施工し、性能評価を開始した。「セラ

ミックス系材料合成・応用・評価技術」において、剪

断評価法の JIS 化に向けた研究を継続するとともに

粉体のマイクロ波吸収特性について検討した。「環境

改善技術」においては、可視光応答型光触媒の新規合

成法の研究を実施するとともに、地域資源（雲母）を

用いた化粧品の高度化を目的とした研究を地域企業と

の共同で実施した。 

研究テーマ：テーマ題目３ 

 

融合部材構造制御研究グループ 

（Advanced Integrated Materials Research Group） 
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研究グループ長：松本 章宏 

（中部センター） 

概 要： 

 結晶性や組織の制御・融合化によるレアメタル代替

材料の創製と射出成形や高エネルギービームを用いた

部材化に至る技術開発を行っている。 

 コバルト代替硬質材料 WC-FeAl に関して、破壊靭

性に与える WC 粉末粒径、結合相量の影響について

検討した。タングステン代替硬質材料として、サーメ

ットに特定の金属元素を添加することにより、破壊靭

性を大きく改善できることを明らかにした。さらに、

特定炭化物を添加することにより抗折力も向上できる

ことがわかった。また、真空焼結による大型サーメッ

トの作製に関し、健全な焼結体を作製するための焼結

条件（焼結温度・時間）を詳細に検討した。 

 DLC の太陽電池への適用可能性を検討するため、

プラズマイオン注入法を利用して特定金属元素をドー

プした DLC を作製し、ドープ量とバンドギャップと

の関係を明らかにした。 

 Ti-Si-C 系マシナブルセラミックスの押出成形によ

る棒状成形体作製を試みた。助剤含有量、押出圧力を

適切に制御することにより、棒状成形体の作製に成功

した。また、成形体の脱脂・焼結を行い、得られた焼

結体の密度、組織を詳細に調べるとともに、問題点を

明らかにした。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

物質変換材料研究グループ 

（Catalytic Nanomaterials Group） 

研究グループ長：多井 豊 

（中部センター） 

概 要： 

 環境浄化やクリーンエネルギー開発分野におけるレ

アメタルの代替・少量化や、当該分野に関連する資源

採取に資する研究を推進した。 

 環境浄化材料関連においては、高耐久性排ガス浄化

触媒の構築に向け、白金-パラジウム複合ナノ粒子の

構造制御を検討した。金属原料をグリコール溶媒に加

え、マイクロ波を照射して急速加熱することで、Pd
コア-Pt シェル複合ナノ粒子を合成することができた。 

 クリーンエネルギー開発関連分野においては、低環

境負荷型水素製造プロセスでの、白金触媒の高機能化

を目指し、水相改質反応における Pt／アルミナ触媒

の活性の白金粒径依存性を明らかにした。粒径の減少

に伴い表面原子数当たりの反応速度が向上することが

分かった。このことから、白金の微細化により分散性

向上と比反応速度向上の相乗効果で白金利用率を向上

できることが期待される。 

 資源採取分野においては、リチウム吸着剤として用

いられるマンガン酸化物への表面被覆の均一性向上の

ため、噴霧乾燥機を導入し、作製試験を開始した。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

高耐久性材料研究グループ 

（Durable Materials Group） 

研究グループ長：穂積 篤 

（中部センター） 

概 要： 

 当グループは、レアメタル・ベースメタル（含主要

軽金属）の代替材料および使用量削減技術、当該材料

使用製品の長寿命化、二酸化炭素削減のための輸送機

器軽量化、建材等構造部材への機能性表面創成技術の

開発を目指し、1）ウェットプロセスを用いた高機能

表面／薄膜の創製、2）ドライプロセスを用いた高機

能、高耐久性材料の創製、3）材料の機械的特性評価

技術の開発およびその標準化等に取り組んでいる。平

成24年度、1）では、ジルコニア系の層状透明ハイブ

リッド皮膜の作製手法の確立を目指し研究を実施した。

無機酸化物の原料として、ジルコニウムのアルコキシ

ド、構造規定剤として鎖長、構造の異なるカルボン酸

を用いて透明な前駆溶液を調製した。当該溶液をガラ

ス基板上にスピンコートし、加熱処理することで透明

性に優れた層状ハイブリッド皮膜を作製することに成

功した。この層状ブリッド皮膜表面はアルカン（油）

に対し、優れた滑落性と温度応答性を示すことが明ら

かとなった。また、メチルトリアルコキシシランを原

料に用い、耐熱性（空気中で350℃以上、油浴中で

250℃以上）に優れたはつ油膜を作成することに成功

した。2）では、耐食・耐摩耗性ならびにはっ水性あ

るいははつ油性等の表面特性の高機能化を図り、

MAX 相をベースとする多元系化合物セラミックス皮

膜の形成技術を開発している。平成24年度は、レアメ

タル使用製品であるステンレス鋼（SUS316）基材に、

多元スパッタリングによる Ti-Si-C 三元系化合物セラ

ミックスのコーティングを検討した結果、微小水滴に

対する動的濡れ性評価により接触角ヒステリシスが減

少することが明らかとなり、はっ水性の向上について

一定の見通しを得た。また、同三元系セラミックス薄

膜の合成における窒素添加の影響を検討した結果、微

小油滴に対する接触角ヒステリシスが減少する傾向が

見いだされ、はつ油性の期待できる耐熱性硬質膜の創

製について一定の見通しを得た。その他に、テトラメ

チルシランを原料に用い、半導体製パルス電源により

Si 含有 DLC 膜を作製した。基板に鏡面研磨したステ

ンレスやアルミを用いると、膜厚に応じて、赤、黄、

緑、青、紫等の干渉色が発現することが明らかとなっ

た。この膜は、耐食性の向上にも寄与することが確認

された。3）では、材料の劣化の度合いを定量評価す

る技術を開発した。動疲労の振幅応力を系統的に変化

させる手法で高分子材料のモデル劣化材を作成し、顕
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微インデンターにより計測される負荷過程の接触面積

と荷重との関係からモデル劣化材の弾塑性特性を弾性

成分と塑性成分に分離評価した。これらは劣化評価の

パラメータであるばかりでなく、劣化の素過程や劣化

機構の解明において有用であることがわかった。 

研究テーマ：テーマ題目１、２ 
 
金属系構造材料設計研究グループ 

（Group for structural metals design） 

研究グループ長：千野 靖正 

（中部センター） 

概 要： 

 マグネシウム合金展伸材の圧延プロセス及び鍛造プ

ロセスに関する研究を実施した。 

 圧延プロセスに関しては、汎用マグネシウム合金

（AZ31合金：Mg-3Al-1Zn-0.5Mn：質量%）よりも

高い強度と耐食性を有する AM60合金（Mg-6Al-
0.1Mn：質量%）を対象として、これまでに当グルー

プが開発した圧延法（高温圧延法：固相線近傍で圧延

加工を行う手法）により室温成形性を改善することを

試みた。その結果、545℃で圧延加工を行うと、アル

ミニウム合金並の室温張出し成形性（エリクセン値：

8.5）と AZ31合金よりも高い強度（引張り強度

266MPa）と、優れた耐食性を示すことを見出した。 

 鍛造プロセスに関しては、難燃性マグネシウム合金

（AZX911合金）連続鋳造ビレットの直接鍛造プロセ

スにおける鍛造温度の低温化を検討するために、据え

込み圧縮試験により当該材料の鍛造特性を評価した。

そこでは、鍛造プロセスを二段階に分け、一段階目で

は材料全体に高静水圧が生じる工具で据え込み、二段

階目で低温での据え込みを行なった。その結果、

AZX911連鋳材に対し組織均質化の適切な成形工程を

入れることにより、低い鍛造温度（200℃）において

も加工限界を改善できることを見出した。 

 軽量金属材料の一次成形プロセスに関する研究とし

て、圧延によるマグネシウム合金の高性能化について

取り組んだ。具体的な研究内容は以下の通りである。 

 マグネシウム合金の新合金設計に関する研究では、

昨年度までに明らかになった、Mg-Zn 合金に微量の

希土類元素を添加したマグネシウム合金圧延材が優れ

た室温成形性を示す知見を拡張し、希土類元素に頼ら

ない合金開発に取り組んだ。その結果、 Mg-
1.5wt%Zn 合金に微量のカルシウムを添加すると、ア

ルミニウム合金並みの優れた室温成形性（エリクセン

値8.2）が発現することを明らかにした。 

 また、市販マグネシウム合金（ AZ31： Mg-
3.0wt%Al-1.0wt%Zn）圧延材の室温成形性を改善す

るための研究では、固相線温度近傍（約500℃）で圧

延した後に焼鈍した試料が、通常の圧延温度（200～

400℃）で圧延した後に焼鈍した試料よりも著しくラ

ンダムな結晶配向を示すことを見出し、結果として、

アルミニウム合金並みの室温成形性（エリクセン値

8.8）を示すことを発見した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］レアメタル等金属の省使用・代替材料

の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、小林 慶三、尾崎 公洋、 

西尾 敏幸、楠森 毅、三上 祐史、 

中山 博行、高木 健太、溝尻 瑞枝、

森下 翔、松本 章宏、孫 正明、 

加藤 清隆、中尾 節男、下島 康嗣、

細川 裕之、古嶋 亮一、多井 豊、 

尾崎 利彦、三木 健、大橋 文彦、 

冨田 衷子、山口 渡、粕谷 亮、 

多田 周二、田村 卓也、尾村 直紀、

穂積 篤、浦田 千尋、園田 勉、 

宮島 達也（常勤職員31名） 

［研 究 内 容］ 

 部材における機能の高性能化・小型化により省資源・

省エネルギーを実現しながら、機能性部材を構成するレ

アメタルへの依存度を抑制した新しいコンセプトの部材

開発に向けた基盤的な研究を行う。特に資源が希少でそ

の偏在性が高く、我が国産業の今後の発展に不可欠なレ

アメタル資源に着目し、その使用量の低減を目指した材

料開発・プロセス開発を行う。開発対象材料としては高

性能永久磁石、硬質な耐摩耗性部材（工具や金型）、熱

を電気や力に変えるエネルギー変換部材の開発を行う。

また、環境負荷低減を目指して、環境触媒における白金

族などの省使用化技術の開発や、鉛の削減技術の開発と

それに伴うレアメタル資源の有効利用技術の開発なども

実施する。具体的には、資源的に豊富なチタンと軽元素

（B、C、O、N 等）を主たる構成要素としながら、非

平衡相からの微細結晶創製技術等を利用して新規な機能

性材料を開発し、希少金属の代替化を進めるための技術

基盤を構築する。今後のグリーンイノベーションに不可

欠な高性能磁石に対しては、重希土類元素フリーとした

新しい焼結磁石の開発を図る。鉛については環境規制を

考慮しながら、鉛フリー化を進め、代替材料となるビス

マスの使用量を低減する技術開発を行う。触媒に関して

は、白金族の使用量を削減するため、分散技術や構造制

御、担持用の多孔質セラミックスの特性向上等を行う。 

 平成24年度の進捗状況は下記の通りである。 

 耐摩耗材料の開発では、これまで開発してきた WC-
FeAl 超硬合金について、複合材料（CFRP）の穴あけ

加工に対応するため、硬質膜のコーティング技術の開発

を行った。WC-FeAl の炭化物系コーティング膜との密

着性の高さを利用して、硬質コーティング膜を強固に形

成することに成功した。得られたコーティング材料によ
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りドリルを試作し、複合材料の穴あけ加工を行い、従来

の超硬合金より安定した穴あけ加工が行えることを確認

した。また、WC-FeAl の高温における耐酸化性を向上

させるため、WC-FeAl の酸化メカニズムを詳細に検討

した。高温における WC 粒子の酸化機構を詳細に調べ、

耐酸化性に優れる硬質材料の作製に成功した。さらに、

従来の超硬合金では摩耗量が大きい鉛フリー青銅合金を

被削材として、鋳造材ならびに鍛造材を用いて WC-
FeAl 超硬合金の切削チップによる切削性能の評価を実

施した。結晶粒の大きな鋳造材においても WC-FeAl 工
具で加工した被削材の表面は滑らかなことを確認した。

今後、WC-FeAl の強度を改善することで高速切削条件

にも対応できるものと考えられる。 
 マシナブルセラミックス材料である Ti3SiC2系焼結体

の酸化特性を詳細に調べ、大気中で加熱しても酸化しに

くい組成を明らかにした。本材料を、レアメタルを含有

しないヒータ材料として応用するため、ヒータ形状への

加工性を確認した。開発合金粉末と有機バインダーを混

合して射出成形や押出成形することで、ヒータ形状の成

形体を作製する技術を開発した。 

 鉛フリー化が進む飲料水用部材に使用される青銅合金

に対して、凍結鋳造プロセスの高度化ならびに凍結中子

技術の高度化を行い、鋳造における産業廃棄物を減少さ

せた新しいプロセス技術を確立した。凍結中子の作製技

術では、形状の複雑な中子を均質に凍結するために枠材

料ならびに凍結方法の検討を行った。その結果、表面性

状に優れた高品質の凍結中子を製造することに成功した。

これにより従来製品では困難であった複雑形状中子の分

解・除去が容易になるものと期待される。 

 白金族の使用量低減に向けた研究開発では、排ガス浄

化触媒における白金族の使用量を低減するため、白金ナ

ノ粒子触媒の酸化活性を向上する技術を開発した。また、

白金触媒の低温一酸化炭素酸化活性を飛躍的に改善でき

る技術も開発した。これらの成果により高温耐久性触媒

や低温触媒としての新規用途の開発が期待される。また、

白金族代替触媒の創製を目指し、エネルギー制御型原子

蒸着装置を設計・開発した。さらに、白金族金属の回収

技術についても検討を開始した。白金族の省使用化プロ

セスとリサイクル技術を連携させることにより、効率的

なマテリアルフローを今後提案できるものと期待してい

る。 

 我が国で開発された Nd-Fe-B 系高性能磁石の高温特

性を改善するために添加される重希土類元素（ジスプロ

シウム）は安定確保が難しく、新たな高性能磁石が求め

られている。そこで、難焼結性の Sm-Fe-N 磁石の磁気

特性を向上させるため、等方性 Sm-Fe-N 磁石粉末を最

適な粒度分布に調整した後、高圧パルス通電焼結を行い

低温にて緻密な成形体を得る技術を開発した。また、

Sm-Fe-N 磁性粉末を予備処理することでナノ結晶の粉

末を作製することにも成功した。 

 近年ますますエネルギーの有効利用が求められる中、

廃棄されている熱エネルギーを電気として再利用するた

め、レアメタルの使用量を低減した熱電変換材料の開発

ならびにモジュール化技術について検討した。これまで

開発してきた鉄をベースとした Fe2VAl ホイスラー合金

で構成された熱電モジュールの変換効率を評価し、重元

素置換したモジュールが高い変換効率を有することを明

らかにした。さらに、中・高温域での利用が期待される

酸窒化チタン系熱電材料について欠陥の制御により特性

の改善を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］タングステン、耐摩耗材料、工具、超硬

合金、重希土類、高性能磁石、低温焼結、

高圧焼結、青銅合金、凍結鋳造、鉛フリ

ー化、熱電材料、酸窒化チタン、白金触

媒、排ガス浄化 

 

［テーマ題目２］軽量合金による輸送機器の軽量化材料

技術の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、小林 慶三、多田 周二、 

田村 卓也、尾村 直紀、李 明軍、 

村上 雄一朗、千野 靖正、斎藤 尚文、

鈴木 一孝、渡津 章、黄 新ショウ、

湯浅 元仁、穂積 篤、池山 雅美、 

園田 勉、宮島 達也、浦田 千尋 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車が消費する全エネルギー（生産、使用、廃棄に

要するエネルギー）の90%が走行時に消費されるガソリ

ン等の石油燃料に由来することから輸送機器の軽量化に

着目し、マグネシウム等の軽量金属を輸送機器の構造部

材等へ応用するために必要な要素技術の開発を行う。 

 平成24年度までの進捗状況は以下の通りである。 

 アルミニウム合金における晶出物を微細化するため、

マグネシウム合金の組織微細化技術として開発してきた

電磁振動プロセスの適用を行った。電磁振動周波数によ

る晶出物の微細化効果の違いを確認するとともに、最適

な条件を検討した。その結果、アルミニウム合金におい

ても電磁振動技術が晶出物の微細化に有効であることを

確認した。さらに、溶解雰囲気に起因する不純物の混入

量についても検討した。真空雰囲気での溶解や不活性ガ

スによるバブリングが不純物の低減に有効であることを

確認した。 

 難燃性マグネシウム合金（AZX911合金）連続鋳造ビ

レットを低温で直接鍛造する技術を検討するために、据

え込み圧縮試験により鍛造特性を評価した。そこでは、

鍛造プロセスを二段階に分け、第一段階では材料に高静

水圧が生じる工具で据え込み、第二段階で低温での据え

込みを行なった。その結果、組織均質化の適切な成形工
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程を入れることにより、低い鍛造温度（200℃）でも加

工限界を改善できることを見出した。 

 汎用マグネシウム合金（AZ31合金）を対象として開

発した高温圧延法を、相対的に優れた強度と耐食性を有

する合金（AM60合金）に適用することを検討し、その

結果、優れた室温張り出し成形性を付与するプロセス条

件を導出した。さらに、高温圧延法により作製した

AZ31合金板材を対象として、室温成形性を極大化する

ためのプロセスパラメータ・金型パラメータの最適化を

試みた。その結果、限界深絞り比1.8以上の室温深絞り

成形が可能であることを確認した。 

 金属－空気1次電池を対象として、負極として汎用マ

グネシウム合金（AZ91合金）圧延材を利用した際の、

組織と電池特性・腐食特性の関係を調べた。その結果、

金属間化合物相が時効析出すると放電特性が劣化し、腐

食特性が改善することを確認し、両パラメータに相関関

係があることを確認した。 

 さらに、マグネシウムに耐食性を付与するための表面

処理技術について、耐食性皮膜の形成に与えるマグネシ

ウム合金基材の熱処理の影響について検討した。AZ31
合金圧延材を一定温度以上で熱処理することによって蒸

気養生法で形成される耐食性皮膜の特性が向上すること

を確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］軽量合金、マグネシウム、アルミニウム、

組織微細化、晶出物微細化、加工性、塑

性加工、表面処理、耐食性 

 

［テーマ題目３］省資源型環境改善建築部材の開発 

［研究代表者］中村 守（研究部門長） 

［研究担当者］中村 守、田澤 真人、吉村 和記、 

田嶌 一樹、岡田 昌久、山田 保誠、

垣内田 洋、金山 公三、重松 一典、

三木 恒久、杉元 宏行、田尻 耕治、

前田 雅喜、堀内 達郎、犬飼 恵一、

渡辺 栄次、西澤 かおり、杉山 豊

彦、大橋 優喜、長江 肇、楠本 慶

二、 

川上 省二、佐野 三郎、高尾 泰正、

穂積 篤、浦田 千尋（常勤職員26名） 

［研 究 内 容］ 

 増加傾向が続いている民生部門のエネルギー消費の約

30%を占める冷暖房負荷を低減するため、住環境の快適

性を維持しつつ、窓、壁等、建物外皮を通過する熱流を

制御する機能や調湿機能等によって省エネルギー化を可

能とする建築部材の開発を目的とした材料研究を行う。 
 具体的手法としては、①省エネルギー型窓ガラスの研

究、②木質サッシの研究、③調湿材料の研究、④保水セ

ラミックス部材の研究、⑤省エネルギー効果の評価を行

う。 

 平成24年度の進捗状況は下記の通りである。 

 ①省エネルギー型窓ガラスの研究においては、調光ミ

ラー窓ガラスについて、繰り返し耐久性に関して十分な

性能を得ることができ、さらにシート状のガスクロミッ

ク型調光ミラーを開発した。また、サーモクロミック窓

ガラスに用いる粉体について、湿式作製法の基礎技術の

高度化を図り高い収率を得た。②木質サッシの研究にお

いては、各種の形状付与加工技術に加えて透光性などの

新機能付与の検討に入った。③調湿材料の研究において

は、ハスクレイをベースとした塗り壁材の試作を行い、

部屋内壁に施工することで、調湿機能を確認した。④保

水セラミックス部材の研究においては、開発した保水性

材料の耐凍害性などの実証試験を継続するとともに、原

材料の多様化を検討した。⑤省エネルギー効果の評価に

ついては、環境調和型建材実験棟において、開発中の上

記各種建築部材の実使用環境での省エネルギー効果の実

証試験を継続した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］調光窓材料、木質窓サッシ、調湿材料、

保水性材料 

 

⑥【ナノシステム研究部門】 

（Nanosystem Research Institute） 
（存続期間：2010.4～） 

 

研 究部門長：山口 智彦 

副研究部門長：浅井 美博、池上 敬一、菅原 孝一 

首 席研究員：片浦 弘道 

総括研究主幹：川西 祐二、水谷 亘 

 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第4、 

    つくば中央第5、つくば東 

人 員：90名（90名） 

経 費：1,375,309千円（802,247千円） 

 

概 要：  

１．ユニットのミッション 

 ナノテクノロジーの概念としてのナノレベルの新

物質創製からデバイス実現までの道筋を、階層化さ

れたシステムの形成過程として捉え直し、最小単位

のナノ材料の開発から、それらのナノ材料が複合・

融合化された、より高度なシステムの開発を段階的

に推進する。そのため、これまでは新機能の発現や

その最高性能化を目指した個別要素技術としてのナ

ノ材料の開発だけでなく、これらをつなぐナノ構造

形成プロセスの革新・最適化とともに、理論および

計算シミュレーション、ナノメーターレベルの計測

技術に基づく機能予測、プロセスや劣化予測、およ

びナノ安全・リスクの視点等をフルに活用した研究

活動を展開し、これらをテクノロジーブリッジとし
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て重要視する。 

 また、2011年3月11日の東日本大震災および福島

原子力発電所の事故による経済的、産業的な被害に

加え、放射能汚染という社会的問題に対し、研究者

として何ができるかを真摯に考え、日本産業の復興

と安全・安心な社会の再興に全面的に取り組む。 

○産総研のミッションとの関係 

産総研のミッションとの関係においては、アウト

カムとしてのグリーン・イノベーション、ライ

フ・イノベーションを目指す部門内の垂直統合的

な主要研究項目に加え、それらをつなぐ「テクノ

ロジーブリッジ」としての理論・計算シミュレー

ションやナノ計測に関する横断的研究開発は、ま

さに産総研における本格研究としての「第2種基

礎研究」である。このテクノロジーブリッジの概

念を新たに打ち立てることにより融合・複合を効

率的に進める。さらに、材料、プロセスおよび理

論・シミュレーションに関する研究開発を分野横

断的かつ産総研内外との協力体制を含めた垂直連

携により、基礎から応用、製品化までを視野に入

れた研究開発を行う。 

２．研究ユニットの研究開発の方針 

① 中期目標・計画を達成するための方策 

 産総研第3期の中期計画において、本ユニットが

実施する研究開発は、以下の大分類、大項目、中項

目に位置づけられる。 

大分類：グリーン・イノベーションを実現するため

の研究開発の推進 

大項目：Ｉ-4 グリーン・イノベーションの核とな

る材料、デバイスの開発 

中項目：(1)ナノレベルで機能発現する材料・多機

能部材 

(2)ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

大項目：Ｉ-5 産業の環境負荷低減技術の開発 

中項目：(1)製造技術の低コスト化・高効率化・低

環境負荷の推進 

大項目：Ｉ-6 持続発展可能社会に向けたエネルギ

ー・安全性・環境評価技術開発 

中項目：(3)先端科学技術のイノベーションを支え

る安全性評価手法 

大分類：ライフ・イノベーションを実現するための

研究開発の推進 

大項目：Ⅱ-1 先進的・総合的な創薬・医療技術の

開発 

中項目：(1)細胞操作・生体材料技術の応用による

医療支援技術 

 これらの課題を推進するにあたり、アウトカムとし

てのグリーンおよびライフ・イノベーションを目指し

て、①「グリーンシステム」（環境・エネルギー）、②

「IT システム」（情報通信・エレクトロニクス）、③

「ソフトシステム」（ライフ・バイオ、ソフトマテリ

アル）領域における研究開発を行う。さらに、それら

の基盤・プラットフォームではなく、出口に向けた研

究開発を前線に近いところで橋渡しする④「テクノロ

ジーブリッジ」（理論・シミュレーション、ナノ計測、

ナノ安全・リスクなど）の4つを主要研究項目とする。

一方、それらの研究開発を産総研内や外部の企業や研

究組織と結び付ける仕組みとして、ユニット独自の組

織を設けることでオープンイノベーションを推進する。 

 具体的には以下の5つの課題をユニットの重点課題

と位置付け、中期目標の達成に向けて研究開発を行う。 

(1) ソフトマテリアルを基にした省エネ型機能性部材

の開発 

(2) 高付加価値ナノ粒子の合成と製造プロセスへの応

用に関する研究 

(3) 炭素系ナノエレクトロニクス材料の開発と革新的

デバイス構築に関する研究 

(4) 材料・デバイス設計のための高予測性シミュレー

ション技術の開発 

(5) ナノバイオ材料評価・操作技術とナノ材料リスク

評価・管理技術の開発 

② 平成24年度の重点化方針 

 一昨年、産総研の第3期開始と同時に発足したユ

ニットとして、上記の5つのユニットの重点課題の

着実な進展を目指す。また、昨年度から開始してい

る福島県における放射性セシウム（Cs）の除染に

関し、ユニットをあげて全面的に取り組む。また、

安全・安心な社会構築に向けた超高感度カメラ（赤

外線暗視カラーカメラやガンマ線カメラ：

Invisible Vision）の開発、および環境中に広くか

つうすく存在するエネルギーや稀少金属を効率的に

回収する（エネルギー／マテリアル・ハーベスティ

ング）に関する研究をさらに推し進める。一方、未

来技術としての「やわらかいロボット」の実現に向

けた要素材料・技術の研究開発と統合による「飛翔

ロボット」の試作を行う。さらには、技術研究組合

や個別の企業連携の活動を継続するとともに、産学

連携のイノベーションハブとしての活動に注力する

こととする。 

 また、必要に応じ、ナノテクノロジー・材料・製

造分野のナノ材料、先進プロセスでの連携、環境・

エネルギー分野との触媒、太陽電池、燃料電池や環

境センサーなどの共同研究、情報通信・エレクトロ

ニクス分野との光電子機能デバイス応用技術におけ

る連携、ライフサイエンス分野および計測・計量標

準分野とのセンサー技術の連携などを積極的に行う。

さらに、今まで培ってきた国際連携、特に、MOU
を締結している韓国電子通信研究所（ETRI：韓

国）、国立ナノテクノロジー研究所（NINT：カナ

ダ ）、 Indian Institute of Technology （ IIT ）
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Bombay や華東理工大学（中国）との国際連携に

努めるとともに、IMEC（ベルギー）、ドレスデン

工科大学やマックスプランク研究所（独）、CNRS
（仏）、NIST（米）、ブルックヘブン国立研究所

（米）などとの国際共同研究を進める。 

 一方、研究員にはエフォート率の20%をユニット

重要業務に充てることを義務付ける。本年度は、

2011年3月11日の東日本大震災からの日本の復興お

よび NEDO・CREST プロジェクトなどへの積極

的な参画のため、以下の緊急・重要課題を設定する。

研究員はこれらの課題のいずれかに参画して協力・

分担するとともに、そのエフォート率の総和が20%
以上にならなくてはならない。 

(1) 福島原発の放射能汚染に伴うセシウム（Cs）
の回収 

 海水または土壌などの環境中の Cs の効率的回

収に向け、ナノシステム研究部門で明らかにし

てきたプルシアンブルー（PB）の選択的吸着能

を活用し、日本原子力研究開発機構、国公立の

研究機関、福島県および企業などと連携しつつ、

環境中の Cs の除染につき、プラント設計・試作

を含めて、緊急課題の解決に向けて活動する。 

(2) Invisible Vision 
 夜や電力を消失した建物内の暗闇中の観察が

可能な赤外線暗視カラーカメラシステムの高度

化に加え、原子炉や放射能物質で汚染された環

境の観察システムとしてのガンマ線カメラの開

発を行う。 

(3) エネルギー／マテリアル・ハーベスティング 

 再生可能エネルギーとしての太陽電池や熱電

素子における材料、デバイス構造、プロセスの

革新による更なる高効率化を目指す。また、都

市鉱山やオイルサンドからの有用金属および希

少金属の効率的回収に向けた材料・プロセスの

開発を行う。 

(4) やわらかいロボット 

 自励発振ゲルや化学・電気エネルギーを用い

た新規アクチュエーター材料の開発、構造体と

してのアパタイト材料およびその統合による

「飛翔ロボット」の開発に向け、産総研内外の

英知を結集して試作する。 

(5) 技術研究組合への協力 

・単層 CNT 融合新材料研究開発機構（TASC）お

よび高効率グラフェン製造技術：単層 CNT にお

ける金属・半導体分離技術の高度化およびレーザ

ープロセスを用いたグラフェン・シートの製造、

理論・シミュレーションに基づく生成機構の解明、

並びに樹脂やプラスチック材料への高度分散技術

や低次元構造物質の表面・界面の構造・物性評価

技術の高度化を行う。 

・次世代化学系評価技術：有機電界発光素子

（EL）をはじめとする有機・高分子薄膜の界面

および電極等の金属・有機界面の構造および電子

状態の評価および理論的解析を行う。また、次世

代化学材料評価技術研究組合（CEREBA）への

協力のため、素子の劣化機構に関し、構造評価と

理論・シミュレーション技術の両面からの解析を

行う。 

・ナノ安全・リスク評価：ナノ粒子やナノチューブ

などのナノ材料の人体および生物への影響を明ら

かにするため、サイズおよび形状の制御されたナ

ノ粒子・ナノチューブの作製および高効率かつ大

量製造技術の開発を行う。また、安全科学研究部

門、産業医科大学などと連携しつつ、ナノ材料の

安全とリスク評価に関する研究開発を行う。 

(6) 未来技術の探索と検証 

 次世代スーパーコンピューターの検討と設計

において、産学官の中核的活動を目指す。また、

ナノ材料・プロセスおよび計測技術の高度化に

向け、積極的な情報収集と産学連携による素子

の試作（見える化）を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「ナノ材料の用語・計測手法に関する国際標準化」 

「【FS】高感度半導体ガンマ線カメラの実証研究」 

 

外部資金： 

経済産業省 

「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）重水素化増

感触媒の耐久性に関する研究」 

「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）高性能固体

高分子形燃料電池の開発に関する研究」 

「平成24年度日米エネルギー環境技術研究・標準化協力

事業（日米クリーン・エネルギー技術協力）水素生成光

触媒電極の耐久性向上に関する研究」 

「平成24年度国際標準化推進事業委託費（戦略的国際標

準化加速事業（国際標準共同研究開発事業：「樹脂―金

属 異種材料複合体の特性評価試験方法」の国際標準

化））」 

 

文部科学省 

「電気化学的吸着脱離によるコンパクトで再利用可能な

セシウム分離回収システム」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

「革新的ノンフロン系断熱材技術開発プロジェクト／革

新的断熱技術開発／発泡ポリマー＝シリカナノコンポジ

ット断熱材および連続製造プロセスの開発」 
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「燃料電池自動車用水素貯蔵材料に関する調査研究」 

 

独立行政法人科学技術振興機構 

「高機能神経内視鏡用リトラクターの開発」 

「研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム

フィージビリティスタディステージ探索タイプ「単結晶

性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な合成法による高性能

Li イオン電池正極材料開発」他8課題 光応答型 CNT
分散液を用いた塗布型透明導電膜作製及び微細加工技術

の開発」 

「超親水性アルミナ多孔質水分離膜の開発」 

「エコマテリアルの開発と商品化」 

「遷移金属表面ナノクラスター構造を利用する小分子常

温変換触媒の開発」 

「研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム

フィージビリティスタディステージ探索タイプ「単結晶

性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な合成法による高性能

Li イオン電池正極材料開発」他8課題 太陽電池用有機

半導体の一気通貫合成を目指した高温高圧マイクロリア

クターの開発」 

「グラファイト複合構造体の基礎物性解明」 

「GW 法に基づいた強相関電子系シミュレーション手

法の開発と応用」 

「復興促進プログラム（A-STEP）探索タイプ「未利用

海藻資源からの健康食品素材製造技術の開発」高密着性

エッチングレス無電解めっきプロセスの高度化に関する

研究」 

「研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム

フィージビリティスタディステージ探索タイプ「レンチ

キュラーレンズを用いた高精度な姿勢検出が可能な視覚

マーカの開発」他5課題 樹脂封止を必要としない次世

代の超高出力 GaN 系 LED の開発」 

「第二世代カーボンナノチューブ創製とデバイス開発」 

「結晶性酸化チタンサブミクロン球状粒子のグラムスケ

ール安定合成法の開発」 

「イオン液体電解質の特異性を実証する計算科学的研

究」 

 

一般財団法人金属系材料研究開発センター 

「真空封止技術を利用したモジュール連動型電子ペーパ

ーの製造」 

 

国立大学法人東京大学 

「計算科学技術推進体制構築の「産官学連携」の推進

（高性能汎用計算機高度利用事業「HPCI 戦略プログラ

ム」分野2 新物質・エネルギー創成（平成24年度）） 

 

独立行政法人物質・材料研究機構 

「平面波基底法（QMAS）などを基軸にした磁気物性

量の高精度計算手法の開発」 

公益財団法人群馬県産業支援機構 

「超高速・低温フレームを特徴とする衝撃焼結被覆技術

を用いた、昇華性材料、窒化アルミニウム（AlN）溶射

皮膜形成技術の開発」 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

「CNT 複合めっきによる次世代ソーワイヤの実用化」 

 

国立大学法人東北大学 

「電池材料の第一原理計算の業務」 

 

公益財団法人 徳山科学技術振興財団 

「光反応を利用したカーボンナノチューブの分散性制

御」 

 

公益財団法人住友財団 

「光による液体固体相転移を示す材料の研究」 

 

公益財団法人池谷科学技術振興財団 

「高アスペクト比を持つ金ナノロッドのサイズ分散抑制

法の開発」 

 

公益財団法人東電記念財団 

「導電性高分子をフレキシブル電極とする電場駆動型・

超薄膜ペーパーアクチュエータの創製」 

 

公益財団法人東洋食品研究所 

「アルギニンを用いたポリフェノールの可溶化」 

 

財団法人住友財団 

「二酸化炭素加圧による薬剤の融点降下機構の分光学的

解明」 

 

財団法人村田学術振興財団 

「液相レーザを利用した1－Step アパタイト形成プロセ

スの開発」 

 

財団法人日本科学協会 

「高アスペクト比を持つ金ナノロッドの溶媒分散及び配

列技術の開発」 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（助

成金） 

「自己組織化マイクロリンクルを利用した微小体積液体

のマニピュレーション」 

「化学反応を駆動源とする超省エネ型・新規自励振動ゲ

ルアクチュエータを用いた外部装置フリーのマイクロ流

体素子の開発」 

 

文部科学省（科学研究費補助金） 
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「キラルブレンステッドの酸触媒による制御システムの

理論的検討」 

「生物多様性を規範とする革新的材料技術」 

「レーザー生成多相混在プラズマの科学と応用創出」 

「ナノ構造形成・新機能発現における電子論ダイナミク

ス」 

「第一原理有効模型と相関科学のフロンティア」 

「コロイド結晶の応力変形」 

「錯体分子超構造膜の構築と量子効果発現」 

「再生医療のための遺伝子導入の空間的・時間的コント

ロール」 

「マイクロカンチレバープローブの非線形振幅制御と完

全非接触ナノバイオセンシング」 

「階層的シミュレーションによる球状錯体創発過程の解

明」 

「第一原理的固体光物性の提唱：分子性結晶の特徴づけ

とその光誘起相転移」 

「ナノ接合での非弾性電流、局所加熱、熱散逸の第一原

理シミュレーション」 

「電子顕微鏡による高分子接着機構の解析と接着制御」 

「有機半導体のフロンティア状態密度の直接観測に基づ

いた電気物性の解明」 

「有機電解質におけるゲル化機構の解明と高機能材料

化」 

「社会的インプリケーティングによる生物規範工学体系

化」 

「生物毒素に対する分子認識素子の創製と効果的な除染

法の開発」 

「微小錐台におけるエバネッセント光の結合効果による

自然放射光の指向性制御」 

「有機電界効果デバイス界面の電子・スピン機能とその

制御」 

「生体膜における不均一構造のダイナミクス」 

「in situ 非線形分光による有機金属界面分子配向と界

面相互作用の研究」 

「自励駆動する筋繊維を模倣したナノファイバーゲルア

クチュエータの創製」 

「知能分子ロボット実現に向けた化学反応回路の設計と

構築」 

「非整数階微積分の工学応用」 

「in situ XAFS と XRD 同時測定による無機発光材料の

活性点構造の解明」 

「第一原理計算によるスピン軌道相互作用系の電界効果

の研究」 

「創発化学の自己組織化的デザイン」 

「分子ナノシステムの創発化学」 

「液晶の自己組織化を利用した省エネルギー有機半導体

薄膜製造技術の開発」 

「気－液界面を起点として合成されるゼオライト AFI
の配向自立膜」 

「血管内皮細胞と骨髄細胞の共存培養系による骨再生に

関する研究」 

「第一原理計算に基づくシリコンナノシートの有機分子

修飾による機能化」 

「高分子－液体間ナノ界面における高分子鎖シミュレー

ション解析」 

「分子軌道設計による新規電子相の開拓」 

「超分子単分子膜作製と刺激応答素子への応用」 

「分子ナノシステムの創発化学」 

「タンパク質機能の自由エネルギー解析と機能制御の分

子基盤」 

「生物規範界面デザイン」 

「第一原理分子動力学法による構造サンプリングと非平

衡ダイナミクス」 

「グラフェン・ナノ構造の電気伝導」 

「単分子素子の機構解明を先導する機能性π電子系の創

製」 

「量子多成分系分子理論システムの構築およびプロトニ

クス・ポジトロニクスへの展開」 

「ゲルを用いた金属型カーボンナノチューブの単一構造

分離」 

「高品質酸化物ナノ粒子製造のための核発生と成長過程

の厳密評価用マイクロデバイス開発」 

「蛍光体ナノ結晶の合成と EL デバイスへの応用」 

「キラリティを有する液晶が形成する3次元秩序構造」 

「タンパク質コロナと生体分子の相互作用の解明」 

「光二量化反応に基づいた有機化合物の可逆的な相構造

制御とその応用に関する研究」 

「有機材料とナノ構造体材料における熱電効果の理論研

究」 

「構造化ゲルと化学反応場の協働による運動創発」 

 

発 表：誌上発表269件、口頭発表680件、その他98件 

--------------------------------------------------------------------------- 
エネルギー材料シミュレーショングループ 

（Energy Material Simulation Group） 
研究グループ長：宮本 良之（兼務） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、持続可能な社会の達成に不可欠な、

スマートなエネルギー材料の研究開発を加速するため

に、シミュレーション技術の開発、シミュレーション

による高効率で高寿命のエネルギー材料の開発を目指

している。そのために、分子動力学法による自由エネ

ルギー計算の高効率化・高精度化、水素吸蔵機構の理

論的解明とモデルの構築を行ってきた。本年度の成果

として、対数形式を利用した平均力ダイナミクスを提

案し、従来より高速に自由エネルギー評価と物質の安

定構造を予測することを可能にした。現在それを利用

したエキゾチックな低次元材料の生成過程と構造が明
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らかになりつつある。また、燃料電池材料における電

解質中のイオン拡散機構とそれに伴う電解質劣化機構

を解明した。次世代エネルギー技術として根強く注目

されている水素吸蔵現象において、吸蔵母体の金属中

の転移、欠陥が及ぼす役割をモデルとして構築し、実

験データを説明するシミュレータを立ち上げた。また、

グループメンバーの一人は福島原発事故以降の除染プ

ロジェクトを支援した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

エレクトロニクス材料シミュレーショングループ 

（Electronic Materials Simulation Group） 
研究グループ長：石橋 章司 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、第一原理電子状態計算と物性理論

を軸とした計算科学的アプローチにより、各種エレク

トロニクス材料の特性予測や新材料設計、さらには実

用時の状況を鑑みて、界面・格子欠陥の特殊な電子状

態とその影響の解明などを、必要な手法・プログラム

開発を行ないながら、進めている。従来のエレクトロ

ニクス材料に加えて、遷移金属化合物、カーボンナノ

チューブ、グラフェン、分子ワイヤなどの新規な素材

も研究対象である。平成24年度の研究活動の一例を以

下に挙げる。計算コード QMAS の機能拡張を行ない、

遷移金属酸化物・有機導体等の電子材料研究に適用し

た。実験結果に基づき WSi10クラスタの構造モデルを

構築し、第一原理計算で最適化構造・電子状態を求め

た。アモルファスのアルミナ・ジルコニア・ハフニア

において、共通原子構造を見出した。層欠陥がある多

層グラフェンを調べ、谷分極した電気伝導という新奇

な特性を明らかにした。ナノ接合での電気伝導に加え

てフォノン伝導の第一原理計算プログラムを開発し、

また、固液界面での計算のため、粗視化力場の基礎理

論を構築した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

分子シミュレーショングループ 

（Molecular Simulation Group） 
研究グループ長：宮崎 剛英 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 当グループでは、分子軌道法や分子動力学シミュレ

ーションを用いた分子・生体機能の解析と予測技術の

構築・高精度化に取り組み、新材料・新デバイスの創

製に資する研究を推進している。(1)ナノ物質の生体

へのリスク予測について分子論的な理解を得るため、

フラーレンによる生体膜物性の変化を分子動力学シミ

ュレーションにより解析した。また、膜物性評価のた

め膜弾性係数の高精度予測技術の開発を行った。(2)

次世代二次電池として期待されるリチウム硫黄電池の

電解質への応用を目指したイオン液体の物性解析、有

機分子触媒の反応の選択性や結晶中の有機分子の配向

制御にとって重要な弱い分子間相互作用の解析などを

行なった。(3)プロリノール型の有機分子触媒反応の

反応中間体について、網羅的な構造解析を行い、その

構造を明らかにした。さらに反応経路を詳細に調べ、

この種の有機分子触媒に関する設計指針を導出した。

(4)量子化学計算と分子動力学計算を組み合わせた複

合モデリング手法を基礎として、糖鎖医工学研究セン

ター／国立感染研と共同で、ノロウイルスキャプシド

タンパク質の糖鎖認識過程を対象とした分子モデリン

グ／シミュレーションを行った。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ダイナミックプロセスシミュレーショングループ 

（Dynamic Process Simulation Group） 
研究グループ長：宮本 良之 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、エレクトロニクス・ナノバイオ技

術に適用される材料の平衡・非平衡状態での挙動を知

ること、電子の高精度準位の計算手法の開発と実行で、

産業応用に役立てることをミッションとしている。本

年度は、FMO 法による分子軌道計算コードと、多原

子系第一原理計算コード FEMTECK にて、高効率な

超並列計算を「京」コンピュータで達成し、これらの

コードにて創薬研究への貢献、燃料電池の電解質中の

拡散機構の解明で成果を出した。また、強相関材料に

おいては、動的スクリーニング理論による計算手法を

開発し LaAlO3/SrTiO3界面におけるバルクにない強

い電子相関を明らかにした。また、透明電極材料であ

る酸化インジウムの電気伝導機構を説明する欠陥モデ

ルの再構築を行い、実験データの説明に成功した。時

間依存密度汎関数理論によるコードで、近年注目され

ている He イオン顕微鏡によるグラフェンの撮像シミ

ュレーションに成功し、高解像度の撮影の可能性を示

した。 

研究テーマ：テーマ題目６ 

 

ソフトマターモデリンググループ 

（Soft Matter Modeling Group） 
研究グループ長：米谷 慎 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 当グループでは、理論・シミュレーションを先導的

な手段として用いた新規ナノ材料・デバイス・プロセ

ス創成研究を進めている。題目1「ソフトマテリアル

を基にした省エネ型機能性部材の開発」に関連し、ポ

リマー・薄膜複合体によるマイクロリンクル上の液晶
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における秩序構造の形成要因、構造を決めるファクタ

ーについて理論的考察を重点的に行い、ソフトマテリ

アルの階層的自己組織化による構造形成と非平衡挙動

の一例として液晶がマイクロリンクル上で自己組織形

成する構造による微粒子捕捉サイトの熱揺らぎの温度

依存性について考察・理解を深めることで微粒子マイ

クロマニピュレータの温度制御に関する提案を行った。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノ理論グループ 

（Nanoscale Theory Research Group） 
研究グループ長：関 和彦 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、ナノ構造・界面に関するシミュレ

ーション・理論解析技術を向上させ、高効率な光・電

子デバイスの実現を目指した研究を行った。有機半導

体層における分子配列構造を分子シミュレーションを

用いて予測し、キャリアの性質を同定する ESR 解析

の基本となる g 値や超微細相互作用の大きさについ

て、DFT 計算による検討を行なった。また、有機薄

膜太陽電池における光量とキャリア密度との間の理論

的な関係を導出し、この関係を用いて ESR 信号の特

性解析を行った。さらに、界面での電荷生成と電荷再

結合を考慮した輸送方程式を解くことにより、ヘテロ

界面での電荷蓄積とデバイス特性の関係を理論的に解

明した。 

研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６ 

 

ソフトデバイスグループ 

（Soft Devices Group） 
研究グループ長：井上 貴仁 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、有機分子や生体由来材料が持つや

わらかな構造特性と自己組織化や省エネ型液体プロセ

スを活用した人や環境との親和性の良い「やわらか

い」デバイスの開発に取り組んでいる。具体的には、

液晶性有機半導体材料、省エネ型・高耐久性表示素 

子、高機能バイオメディカル素子、外部刺激に応答す

る構造制御高分子、マイクロ波加熱を利用する高効

率・省エネプロセス等の研究・開発進めている。また、

ソフトメカニクスグループと連携して、「やわらかい

ロボット」のコアテクノロジーとなる新規なソフトア

クチュエーターの開発も進めている。本年度は、高い

電荷移動度を示す液晶性有機半導体材料の開発、粒子

配列及び配向制御を利用したコロイドデバイスの開発、

赤緑青3色の重水素標識された燐光性イリジウム錯体

の合成、安全性向上のための DNA－アパタイト複合

層の製造法改良、より低倍率でクロミズムが目視しう

る薄膜の作製、マイクロ波水熱合成装置の設計と印刷

による電子回路の形成技術の開発等を行った。  

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目７ 

 

ソフトメカニクスグループ 

（Soft Mechanics Group） 
研究グループ長：大園 拓哉 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、高分子化合物や生体由来の材料が

持つしなやかな構造特性や特異性、可塑性、興奮性お

よび広義の自己組織化能を基盤とするソフトマテリア

ルの研究開発を行う。より具体的にはゲル、高分子、

液晶、コロイド等のソフトマテリアルの微小空間と表

面の機能合成技術、及びナノメートルからミリメート

ルに至る階層を越えたソフトメカニクス材料を、バイ

オミメティクスと自己組織化を意識し統合的な開発を

行っている。その中でも、アクチュエーターなどの機

能性ゲルの開発、ゲル内バイオミネラリゼーションの

解明とその応用、固／液界面における物理化学的現象

の解明とセンサー等のデバイスへの応用、金属ナノロ

ッドの作製と機能創出の研究・開発に対して、化合物

の設計・選択から、基礎物性評価、階層組織体構成、

機能発現までを、物理・化学の両視点から統合的に行

うことで取り組む。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

フィジカルナノプロセスグループ 

（Physical Nano-Process Group） 
研究グループ長：川口 建二 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、新規な物理的プロセスを利用して

従来法では得られないナノ粒子・ナノコンポジットな

どの新規ナノ構造体を調製するためのプロセス技術を

開発している。具体的には、マイクロプラズマプロセ

ス法、液相レーザーアブレーション法、気相中熱酸化

法など、いずれも新規な物理的手法を用いて開発に取

り組んでいる。特に、投入するエネルギー密度を従来

の手法と比較して小さくすることにより、小規模なオ

ンデマンドプロセスの実現を目指している。また、こ

のような技術を駆使したアプローチにより調製した新

規ナノ構造体は、電導特性・触媒特性・光学特性・電

界放射特性などの無機材料機能発現のみならず、中性

子捕捉療法などの医療応用への展開も含めて実用特性

を検討している。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

ナノ炭素材料研究グループ 

（Carbon Nanomaterials Research Group） 
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研究グループ長：田中 丈士 

（つくば中央第4） 

概 要： 

 当グループでは、カーボンナノチューブ（CNT）
を代表とするナノ炭素材料特有の新たな機能を見出し、

革新的デバイスへ応用するために、分散・分離・成膜

技術開発、さらにその基礎となる物性研究を行ってい

る。今年度は、ゲルを用いた単層 CNT の分離の大型

化や分離原理に関する知見を得るための研究を中心に

行った。単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技

術開発において、単層 CNT の分散・精製・分離の各

工程を改善し、全工程を通じて2g/day のスループッ

トが得られる条件を確立した。分離原理の研究では、

単層 CNT とゲルの相互作用が Langmuir の吸着等温

式に従い、その吸着はエントロピー駆動で、金属型と

半導体型の吸着定数の違いにより分離されることを見

出した。また、正孔注入分子を内包した半導体型

CNT を用いたドーピングによる p 型薄膜トランジス

タの作製に成功した。分散剤除去が不要な簡便な透明

導電膜の作製法を確立した。 

研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目８ 

 

グリーンテクノロジー研究グループ 

（Green Technology Research Group） 
研究グループ長：川本 徹 

（つくば中央第5） 

概 要： 

当グループでは、(1)環境中における放射性セシウム

に関する除染技術開発、(2)放射性廃液用再利用可能

なセシウム吸着材の開発、(3)各種溶液等からのレア

メタル回収技術の開発、(4)電気化学的に色制御可能

なエレクトロクロミック材料を使用したディスプレイ

開発、を行った。(1)、(2)、(4)は材料としてプルシ

アンブルー型錯体を使用して研究を進めた。プルシア

ンブルー型錯体は、その結晶中に内部空孔を持ち、そ

こに陽イオンを出入りさせることが可能である。セシ

ウムをそこに吸着させる技術を用いたのが(1)であり、

(2)、(4)については、電気化学的に吸着及び放出でき

る再利用可能な吸着材、繰り返し色変化が可能なディ

スプレイ等を開発している。昨年度に引き続き、特に

プルシアンブルーを利用して環境中のセシウムの吸着

技術の開発において顕著な結果が得られた。量産に成

功したプルシアンブルー型錯体ナノ粒子を担持させた

吸着材を開発した。また、植物系放射性セシウム汚染

物を焼却した後、その灰を除染する実証試験プラント

を構築、福島県において実証試験を行った。開発した

吸着材は、灰から抽出した放射性セシウムの、汚染水

からの除去に使用した。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

スマートマテリアルグループ 

（Smart Materials Group） 
研究グループ長：木原 秀元 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、次世代材料として期待されている

自己修復材料、光機能性材料、フレキシブルディスプ

レイ等の実現を目指して、化学反応や分子間相互作用

の利用による情報の感知、変換、保存、再生を行う新

しい分子組織体の構築を目的として研究開発を行って

いる。併せて、そのために必要な新しい分子組織体の

探索と分子組織体と光、熱、溶媒等の外部環境に係る

相互作用について基礎的研究を行っている。ナノテク

ノロジーの発展系としての次世代省エネ技術、環境分

野、および情報技術分野においては、分子間相互作用

を高度利用した機能性分子組織体に対する期待が大き

い。すなわち、分子組織体の構造を正確に制御するこ

とで、新たな機能を発現することが可能と考えられる。

また、分子組織体は自発的な構築が可能でエネルギー

的に経済的であり、得られたものはしなやかで刺激に

対して劇的に応答する特徴がある。さらに、刺激によ

って生じる組織構造が変化した複数の状態を速度論的

に安定化できる可能性がある。グループの研究スタン

スの特徴は、各種の機能性有機化合物の設計・合成か

ら、基礎物性測定、組織体構築、機能評価までを一貫

して行うことである。 

研究テーマ：テーマ題目１ 

 

ナノ光電子応用研究グループ 

（Nano Optoelectronics Research Group） 
研究グループ長：時崎 高志 

（つくば中央第2、4） 

概 要： 

 当グループでは、光や電子の閉じ込め構造の最適設

計や精密作製技術を基に、光エレクトロニクスに関連

した高効率発光素子（革新的光デバイス）と不可視光

景の可視化技術（インビジブルビジョン）を中心に、

新規ナノ量子構造とこれらに必要なナノ評価技術も開

発している。成果は以下の通りである。 

 革新的光デバイスでは、光取出し面に微小リッジ構

造、裏面に銀ミラーを備えた薄膜型 AlGaInP 系赤色

発光ダイオードを作製し、平坦表面デバイスと比較し

て3～4倍の光取出し効率向上に成功した。一方、イン

ビジブルビジョンでは、昨年度までに開発した赤外線

カラー暗視技術を基に光センサー等を改良して、デジ

タル放送にも対応可能な赤外線暗視ハイビジョンカメ

ラを開発した。また、新規ナノ量子構造では、窒化物

半導体の超平坦ヘテロ界面形成に基づく高品質共鳴ト

ンネル素子を作製した。ナノ評価技術では、走査型電

子顕微鏡に組み込める独自ナノマニピュレータに新機
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能を付加してナノ材料の物性計測を行い、その有効性

を金属材料に適用して示した。さらに、近接場光学顕

微鏡では、数値シミュレーションを用いて2本の探針

を用いた場合に生じる近接場光の振る舞いを解明した。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ナノシステム計測グループ 

（Nanosystem Characterization Group） 
研究グループ長：久保 利隆 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、高度な計測技術を用いテクノロジ

ーブリッジとして実用化研究の強力な推進に貢献して

いる。産総研のミッションに対する対応、技術研究組

合や先端機器共用化への協力、喫緊の解決課題に対し

て、原理解明や計測手法の高度化を通じて研究推進を

サポートする。本年度の代表的な成果を以下に示す。

2色可変 SFG 分光を適用し、有機 EL 素子内部の有機

層の情報を非破壊で取得した。電子顕微鏡による高分

子接着界面の解析や有機太陽電池の解析などで新しい

解析手法を提唱した。レーザー誘起蛍光法を用い吸引

プラズマ中のエッチング生成物を観測し、プラズマ状

態についての知見を得た。XAFS による構造解析を中

心に、各種デバイス、触媒、材料の構造解析を行い、

新規材料設計、新規機能発現機構解明等に資する情報

を得た。自立膜の形成過程の解明を通じた膜合成の最

適化条件探索に不可欠な，水熱反応その場観察装置を

完成させた。マイクロ波に対する物質の評価技術向上

に努め、磁界損失理論においても大きな成果を得た。

走査プローブ顕微鏡を用いグラフェン膜生成機構に関

する知見を得た。このように基礎研究から実用化開発

まで、また分野融合的に積極的な活動を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２ 

 

ナノ構造アクティブデバイスグループ 

（Nanostructured Active Devices Group） 
研究グループ長：石田 敬雄 

（つくば東） 

概 要： 

 当グループでは、ナノスケール構造体特有のアクテ

ィブな量子効果などの物性を利用した新規デバイスの

創出やその要素・評価技術の研究を行う。具体的には

超分子、導電性高分子、酸化物粒子＆ワイヤー、金属

ナノギャップなどのアクティブな性質を利用したメモ

リー、光センサー、熱電素子などのデバイスの開発と

デバイス評価技術の確立を目指している。本年度は独

自のルテニウム錯体超分子膜を用いた電極を用いた液

晶対流素子の作製に成功した。ナノギャップ電極にお

いては4k ビット集積化素子の試作に成功した。また

新たに始めた導電性高分子を用いた熱電素子において

は0.2を超える熱電性能指数を達成し、有機系で初め

てモジュール化を行った。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

ナノケミカルプロセスグループ 

（Nano Chemical Process Group） 
研究グループ長：依田 智 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 当グループでは、ナノ粒子・ナノ材料を幅広い産業

分野へ応用していくためのオンデマンド・連続製造プ

ロセス、および関連する技術の研究開発を目的として

いる。ナノ粒子・ナノ構造を作り出し、それらを階層

的に構築して、デバイス、材料、製品へと結びつける

プロセスの技術は、新機能、高機能の創出、製品開発

速度の向上、ナノリスクの低減などに寄与する。連続

的な製造では、溶媒、流体をベースとしたプロセスを

構築し、流体の特性、物質の溶解度や相状態の把握、

化学反応の精密制御を行うことが不可欠となる。これ

らの物性・反応を緻密に制御するパラメータとして、

“圧力”を導入し、さらにマイクロ流路、マイクロミ

キサーなどのプロセス技術を組み合わせることによっ

て、様々な新規ナノ粒子・ナノ材料に対応したプロセ

スを構築することが可能となる。当グループでは各種

ナノ粒子、ナノ材料の連続製造プロセスの開発に取り

組むとともに、高圧下での諸物性測定・化学反応など

必要な基盤技術の開発を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目２ 

 

スマートセンシンググループ 

（Smart Sensing Group） 
研究グループ長：横山 憲二 

（つくば東） 

概 要： 

 当グループは、バイオメディカル研究部門連携研究

体バイオ技術産業化センターの研究成果とナノシステ

ム研究部門の研究成果を融合させることにより、ナノ

バイオマテリアルを搭載した新規なスマートセンシン

グデバイス、スマートセンシングシステムの開発を行

うため、平成24年4月、ナノシステム研究部門に新し

い研究グループとして設立した。バイオセンサー、バ

イオデバイスの研究開発とナノテクノロジー関連技術

との連携を強化して、産総研ならではのセンサー技術

を確立し、その実用化、産業化を促進するための研究

を行った。具体的には、①民間企業との共同研究とし

ての血糖値センサー、乳酸センサーの製品化に関する

研究、②民間企業との共同研究としての健康マーカー

測定法および食品・産業用バイオセンサーの開発、③

NEDO「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発

プロジェクト」の事業としての技術研究組合 BEANS
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研究所、東京大学との共同研究、④糖鎖を用いた毒素

検知チップの開発を行った。 

研究テーマ：テーマ題目７ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ソフトマテリアルを基にした省エネ型

機能性部材の開発 

［研究代表者］山口 智彦（研究部門長） 

［研究担当者］山口 智彦、池上 敬一、水谷 亘、 

大園 拓哉、吉田 勝、秋山 陽久、 

木原 秀元、長沢 順一、松澤 洋子、

山本 貴広、谷田部 哲夫、土原 健治、 

杉山 順一、有村 隆志、岩坪 隆、 

岸 良一、川西 祐司、西村 聡、 

宮沢 哲、原 雄介、中村 徹、 

奥本 肇、宮前 孝行、下位 幸弘、 

米谷 慎、福田 順一、森田 裕史、 

武仲 能子、竹内 和彦、長畑 律子、 

横山 憲二、平塚 淳典 

（常勤職員32名 他） 

［研 究 内 容］ 

 今年度は、省エネに貢献しうる光応答性材料として、

室温で光照射によりバルクの相構造（固体と液体）が制

御可能な新材料の合成に成功した。論文並びにプレス発

表後に大きな反響があり、数十件の企業面談を行った。

さらに、光修復可能な液晶基盤ゲルの応力破壊後の自己

修復性や、イオン液体ゲルの高弾性率特性および自己修

復性を解明し、論文およびプレス発表を行った。また、

光応答型 CNT 分散剤については、熱分析により分散剤

の残存量について定量的な評価を試みた。反応条件の最

適化に必要なデータが得られつつある。 

 ソフトアクチュエータ部材となる新規導電ゲルを開発

し、その力学測定を行った。軟骨型透明部材ではその材

料組成－力学特性相関を検討した。ソフト微細構造（マ

イクロリンクル）に保持された液晶の新奇秩序構造を発

見し、そのメカニズムを解明した。コロイド配列配向制

御に関しては、新規界面現象である電圧誘起コロイド配

列配向化を解明し、表示デバイスを開発した。重水素標

識により有機電界発光素子の緑色発光効率が約7%向上

し、輝度半減寿命も2.3倍向上した。膜タンパク質を微

小流路に形成し、バイオ MEMS センシングデバイスを

作製した。 

 2色可変 SFG を用いてソフトマテリアルと水との界

面における高分子鎖と水分子の再配向挙動を明らかにし

た。また、実動作状態での有機デバイスの内部挙動をそ

の場計測することにも成功した。テクノロジーブリッジ

の役割を果たす成果の一例としては、レーザー分光およ

び質量分析計測を複合的に組み合わせプラズマエッチン

グ機構に関する知見を得ることにより、半導体薄膜エッ

チング装置の信頼性向上に資する情報を提供した。 

 液晶がマイクロリンクル上で自己組織形成する要因と

その構造について、微粒子捕捉サイトの熱揺らぎの温度

依存性について理論的な考察を行い、捕捉機構について

理解を深めることで微粒子マイクロマニピュレータの温

度制御に関して設計指針の提案を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］光応答性材料、光修復、液晶、ゲル、イ

オン液体、カーボンナノチューブ、分散、

アクチュエータ、導電ゲル、コロイド、

表示デバイス、重水素、有機電界発光、

膜タンパク、微小流路、MEMS、SFG、質

量分析、プラズマエッチ、マイクロリン

クル 

 

［テーマ題目２］高付加価値ナノ粒子製造とその応用技

術の開発 

［研究代表者］川本 徹 

（グリーンテクノロジー研究グループ） 

［研究担当者］菅原 孝一、村上 純一、佐々木 毅、 

川本 徹、田中 寿、久保 利隆、 

小平 哲也、阪東 恭子、堀内 伸、 

宮脇 淳、陶 究、伯田 幸也、 

依田 智、竹林 良浩、古屋 武、 

越崎 直人、川口 建二、古賀 健司、 

清水 禎樹、Pyatenko Alexander、 

髙橋 顕（常勤職員21名 他） 

［研 究 内 容］ 

 新規な物理的プロセスを利用して従来法では得られな

いナノ粒子・ナノコンポジットなどの新規ナノ構造体を

調製するためのプロセス技術を開発している。具体的に

は、マイクロプラズマプロセス法、液相レーザーアブレ

ーション法、気相中熱酸化法などを用いている。エネル

ギーを投入する場合には、投入するエネルギー密度を従

来の手法と比較して小さくすることにより、小規模なオ

ンデマンドプロセスの実現を目指している。また、この

ような技術を駆使したアプローチにより調製した新規ナ

ノ構造体は、電導特性・触媒特性・光学特性・電界放射

特性などの無機材料機能発現のみならず、中性子捕捉療

法などの医療応用への展開も含めて実用特性を検討して

いる。これらの研究を通じ、液相レーザー溶融法による

ZnO、TiO2、Cu2O、B4C などの機能性サブマイクロメ

ートル粒子の大量合成技術、気相中熱酸化法による貴金

属－酸化物接合複合ナノ粒子の生成技術の開発等を実施

した。 

 次に、ナノ粒子・ナノ材料を幅広い産業分野へ応用し

ていくためのオンデマンド・連続製造プロセス、および

関連する技術の研究開発も進めている。ナノ粒子・ナノ

構造を作り出し、それらを階層的に構築して、デバイス、

材料、製品へと結びつけるプロセスの技術は、新機能、

高機能の創出、製品開発速度の向上、ナノリスクの低減

などに寄与する。連続的な製造では、溶媒、流体をベー
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スとしたプロセスを構築し、流体の特性、物質の溶解度

や相状態の把握、化学反応の精密制御を行うことが不可

欠となる。これらの物性・反応を緻密に制御するパラメ

ータとして、“圧力”を導入し、さらにマイクロ流路、

マイクロミキサーなどのプロセス技術を組み合わせるこ

とによって、様々な新規ナノ粒子・ナノ材料に対応した

プロセスを構築することが可能となる。各種ナノ粒子、

ナノ材料の連続製造プロセスの開発に取り組むとともに、

高圧下での諸物性測定・化学反応など必要な基盤技術の

開発を行っている。これらの研究を通じて、高温高圧水

を利用した Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr ナノ粒子の連続合成技術

の開発、高圧二酸化炭素を用いたシリカナノ粒子含有発

泡ポリマーコンポジット、プルシアンブルー型錯体ナノ

粒子の連続合成技術の開発を進め、さらに製造微粒子に

ついて、光散乱体、光触媒、EL デバイス、断熱材、放

射性セシウム吸着材などの諸機能の評価を進めた。 

 特に放射性セシウム吸着材については、集中して検討

を進めている。放射性セシウム汚染水を除染できるさま

ざまな形態の吸着材を開発、実証試験に使用できる試作

品を製作した。ナノ粒子分散液と、造粒体は連携企業か

ら試験販売が開始された。また、様々な汚染物から除染

する手法の研究開発を進めた。植物系汚染物については、

焼却後、灰を除染、放射性汚染物の量を千分の一以下に

する方法を開発、福島県において実証試験を開始した。

土壌については、土質の違いによる除染効率の違いを明

らかにした。この中では、プルシアンブルー型錯体ナノ

粒子を、灰などから抽出した放射性セシウムの回収に利

用している。 

 また、プルシアンブルー型錯体ナノ粒子の中には、電

気化学的に放射性セシウムを吸着、脱離できるものがあ

ることを発見した。この特性を利用し、選択的セシウム

分離回収を電気的にかつ繰り返しおこなうことのできる

システムの構築を目指している。その特長は従来の電解

析出法による膜形成に比べて、容易に多孔質かつより厚

膜を電極上に作ることができ、金属イオンの電気的吸着

／脱離をおこなう目的に適している点にある。この吸着

電極を用いて、吸着液からセシウムを回収し、脱離液側

にセシウムを移動させることに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、ナノコンポジット、マイクロ

プラズマ、レーザーアブレーション、オ

ンデマンド、マイクロ流路、マイクロミ

キサー、高温高圧水、セシウム、吸着、

除染 

 

［テーマ題目４］ナノ構造を利用した革新的デバイス材

料の開発 

［研究代表者］池上 敬一（副研究部門長） 

［研究担当者］時崎 高志、石田 敬雄、重藤 知夫、

永宗 靖、清水 哲夫、王 学論、 

内藤 泰久、小倉 睦郎、黒田 雅治、 

向田 雅一、永瀬 成範、桐原 和大 

（常勤職員12名 他） 

［研 究 内 容］ 

 光や電子の閉じ込め構造の最適設計や精密作製技術を

基に、光エレクトロニクスに関連した高効率発光素子

（革新的光デバイス）と不可視光景の可視化技術（イン

ビジブルビジョン）を中心に、新規ナノ量子構造とこれ

らに必要なナノ評価技術も開発している。成果は以下の

通りである。革新的光デバイスでは、光取出し面に微小

リッジ構造、裏面に銀ミラーを備えた薄膜型 AlGaInP
系赤色発光ダイオードを作製し、平坦表面デバイスと比

較して3～4倍の光取出し効率向上に成功した。また、黄

色 LED に必要な結晶成長技術の開発とともに、GaN
系 LED に必要な微小リッジ構造の作製に成功した。一

方、インビジブルビジョンでは、昨年度までに開発した

赤外線カラー暗視技術を基に光センサー等を改良して、

デジタル放送にも対応可能な赤外線暗視カラーハイビジ

ョンカメラを開発した。また、新規ナノ量子構造では、

窒化物半導体の超平坦ヘテロ界面形成に基づく高品質共

鳴トンネル素子を作製した。ナノ評価技術では、走査型

電子顕微鏡に組み込める独自ナノマニピュレータに新機

能を付加してナノ材料の物性計測を行い、その有効性を

金属材料に適用して示した。さらに、近接場光学顕微鏡

では、数値シミュレーションを用いて2本の探針を用い

た場合に生じる近接場光の振る舞いを解明した。 

 ナノスケール構造体特有のアクティブな量子効果など

の物性を利用した新規デバイスの創出やその要素・評価

技術の研究を行った。具体的には超分子、導電性高分子、

酸化物粒子＆ワイヤー、金属ナノギャップなどのアクテ

ィブな性質を利用したメモリー、光センサー、熱電素子

などのデバイスの開発とデバイス評価技術の確立を目指

している。本年度は独自のルテニウム錯体超分子膜を用

いた電極を用いた液晶対流素子の作製に成功した。ナノ

ギャップ電極においては4k ビット集積化素子の試作に

成功した。ナノギャップ電極によるメモリ動作に関して、

幅1～2nm のギャップを大量生産する手法として、原子

層堆積法による金属／犠牲層／金属積層構造から犠牲層

エッチングを行う方法、及び金属蒸着中の電界破断によ

る方法を実現した。また新たに始めた導電性高分子を用

いた熱電素子においては0.2を超える熱電性能指数を達

成し、有機系で初めてモジュール化を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］LED、可視化、光取出し、光センサー、

暗視、共鳴トンネル素子、走査型電子顕

微鏡、近接場光学顕微鏡、ルテニウム錯

体、液晶対流素子、ナノギャップ、導電

性高分子、熱電素子 

 

［テーマ題目５］ナノチューブ系材料の創製とその実用
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化及び産業化技術の開発 

［研究代表者］片浦 弘道（首席研究員） 

［研究担当者］片浦 弘道、田中 丈士、藤井 俊治郎、 

平野 篤（常勤職員4名 他） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ（CNT）を代表とするナノ炭

素材料特有の新たな機能を見出し、革新的デバイスへ応

用するために、分散・分離・成膜技術開発、さらにその

基礎となる物性研究を行っている。今年度は、ゲルを用

いた単層 CNT の分離の大型化や分離原理に関する知見

を得るための研究を中心に行った。単層 CNT の金属型

と半導体型の大量分離技術開発において、単層 CNT の

分散・精製・分離の各工程を改善し、全工程を通じて

2g/day のスループットが得られる条件を確立した。ま

た、分散剤除去が不要な簡便な透明導電膜の作製法を確

立した。 

 まず金属型 CNT の構造分離に関して、昨年度は段階

溶出による方法と単層 CNT 分散液を過剰投与すること

で生じる競争的吸着を用いた分離を試みたが、顕著な分

離を認めることが出来なかった。そこで今年度は、長い

カラム（60cm）を用いて、クロマトグラフィーシステ

ムにより溶出液組成を厳密に制御することで、分離の改

善を試みた。分離用試料にはあらかじめ金属型単層

CNT を分離精製したものを用いた。濃縮した金属型単

層 CNT 試料を少量投入し、それを長いカラムに通す事

で分離を行った。各分画成分の光吸収スペクトルの違い

から、バンド構造の異なる単層 CNT が分離された事が

わかった。さらにラマン分光によって、構造の異なった

金属型の単層 CNT が分離されていることが確認された。

また、分離されてくる順序には一定の法則性がある事が

示唆された。一度分離された試料の再分離、あるいはさ

らに長いカラムを用いた分離によって、分離精度の向上

と単一構造金属型単層 CNT が期待できる。次に、ゲル

を用いた単層 CNT の金属型・半導体型分離の分離原理

解明に関する研究を行った。分離精製した金属型と半導

体型単層 CNT のそれぞれについて、ゲルに対する吸着

を定量的に解析した結果、単層 CNT とゲルの相互作用

は Langmuir の吸着等温式に従うこと、その吸着はエ

ントロピー駆動であること、金属型と半導体型の単層

CNT とゲルの吸着定数が異なるために分離が生じるこ

とを見出した。本成果は、金属型と半導体型の単層

CNT とゲルとの相互作用を熱力学的視点から世界で初

めて示したものである。 

 半導体型 CNT の応用では、高純度半導体型 CNT に2

種類の異なった分子を内包させる事により、p 型と n 型

の特性を持つ半導体 CNT インクの作製に成功した。こ

れらのインクを基板上に塗布し、電極となる金属膜をつ

けるだけで、p 型および n 型の両特性を示す薄膜トラン

ジスタが実現された。さらに、これら2種類のトランジ

スタを組み合わせる事により、初めて CMOS 型インバ

ータ回路の動作を確認し、これらのいわゆる「第二世代

CNT」が電子材料として十分機能する事を確認した。

一方、半導体型 CNT の精密構造分離の高度化も行った。

これまで、バンド構造が全く同じ CNT の分離を実現し

ているが、今年度はこれをさらにすすめ、右巻き螺旋と

左巻き螺旋構造の分離に成功した。これによって、

CNT の構造分離は究極のレベルに到達した事になる。

本成果は、ゲルカラムに CNT の分散液を注ぐだけで、

上記の高度な構造分離を実現するもので、他に類を見な

い独自の分離技術である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、分離技術、透明

導電膜、カラム、クロマトグラフィー、

ゲル、吸着等温式、内包、薄膜トランジ

スタ、インバータ回路、螺旋構造分離 

 

［テーマ題目６］材料・デバイス設計のための高予測性

シミュレーション技術の開発 

［研究代表者］浅井 美博（副研究部門長） 

［研究担当者］浅井 美博、長嶋 雲兵、大谷 実、 

石橋 章司、篠田 渉、宮本 良之、 

米谷 慎、西尾 憲吾、橋本 保、 

伏木 誠、宮崎 剛英、織田 望、 

三宅 隆、小川 浩、折田 秀夫、 

崔 隆基、手塚 明則、森下 徹也、 

西村 憲治、石田 豊和、内丸 忠文、

都築 誠二、三浦 俊明、土田 英二、

Fedorov Dmitri、中村 恒夫、 

福田 順一、森田 裕史、下位 幸弘、

関 和彦、針谷 喜久雄、中西 毅 

（常勤職員32名 他） 

［研 究 内 容］ 

 計算コード QMAS の機能を拡張し、遷移金属酸化

物・有機導体等の電子材料研究に適用した。実験結果に

基づき WSi10クラスター薄膜の構造モデルを構築し、第

一原理計算で最適化構造・電子状態を求めた。アモルフ

ァスのアルミナ・ジルコニア・ハフニアにおいて、共通

原子構造を見出した。層欠陥がある多層グラフェンを調

べ、谷分極した電気伝導という新奇な特性を明らかにし

た。ナノ接合での電気伝導に加えてフォノン伝導の第一

原理計算プログラムを開発し、また、固液界面での計算

のため、粗視化力場の基礎理論を構築した。 

 燃料電池酸素極に対して、酸素還元反応を阻害する表

面構造を明らかにした。リチウムイオン2次電池の電極

／溶媒界面に対して、リチウムイオンの脱溶媒和の過程

を明らかにした。また、水素貯蔵材料に対して、格子欠

陥に伴う水素吸蔵位置や微視的構造に関する実験値を再

現し、水素貯蔵特性変化の発現機構について考察した。

アルカリ電解質形燃料電池に対しては、アニオン電解質

膜の化学的劣化機構を明らかにし、鍵となる反応の抽出
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に成功した。膜の耐久性向上の為には、この反応を阻害

すれば良いという膜の設計指針を明らかにした。 

 生体機能や分子機能の解析と予測のために必要な力場

開発等の分子シミュレーション要素技術の開発と、化学

反応機構、分子認識機構、分子自己組織化構造の解析・

安定性評価等を行った。具体的にはカーボン材料の解析

を行い、フラーレンの添加が生体膜の流動性に与える影

響を明らかにした。また、グライム系イオン液体の相互

作用を解析するとともに分子動力学シミュレーションを

行い、グライム鎖長がイオンの輸送特性に与える影響を

明らかにした。 

 FMO および FEMTECK コードで大規模計算を可能

とし、電気化学反応機構解明のため水溶液中の赤外スペ

クトル解析、金属水素化物におけるイオン伝導を調べた。

強相関材料超伝導機構解明のために、有効相互作用の周

波数依存性のバンド幅への繰り込み、自己エネルギー非

局所性を考慮した動的平均場近似+GW 法を準備した。

時間依存第一原理計算によるシミュレーション技術を開

発し、レーザー加工・光起電材料劣化機構の研究を進め

ている。NEC-東北大学と連携して時間依存第一原理計

算コードの高速化を確認している。 

 有機半導体層における分子配列構造を予測し、計算化

学的手法を用いて、キャリアの性質を同定する ESR 解

析の基本となる g 値や超微細相互作用の大きさを明ら

かにした。さらに、輸送方程式を解くことにより、有機

半導体中の光電流および電荷密度の光強度依存性の解析

的な関係を求め、実験結果の解析を行った。  

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］QMAS、第一原理計算、アルミナ、 

グラフェン、ナノ接合、粗視化力場、燃

料電池、リチウムイオン電池、水素貯蔵、

フラーレン、イオン液体、FMO、強相

関、超伝導、有機半導体、輸送方程式、

光電流 

 

［テーマ題目７］幹細胞等を利用した再生医療に資する

基盤技術・標準化技術の開発 

［研究代表者］井上 貴仁（ソフトデバイスグループ） 

［研究担当者］井上 貴仁、植村 壽公、大矢根 綾子、 

横山 憲二、平塚 淳典、鵜沢 浩隆 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 再生医療などをターゲットとし、オンチップ細胞操

作・分離技術、幹細胞への量子ドットの高効率導入技術、

リン酸カルシウムナノコンポジット層を利用した遺伝子

やサイトカインの担持・徐放化技術など、幹細胞等を利

用した再生医療に資する基盤技術・標準化技術の開発を

目的としている。要素技術としては、マイクロ流路のチ

ップ上で電場による細胞操作やチップ作製などの基本技

術、リン酸カルシウム過飽和溶液場を利用したナノコン

ポジットの製造・精密構造制御技術、三次元細胞培養技

術、バイオマーカー解析ツールの開発である。これら要

素技術を基にした特許出願などを行っているが、実用化

にいたるためには、安全性評価技術や臨床研究が必要で

あり、民間企業、大学医学部等と共同で研究を進めてい

る。 

 チップスケールでの細胞の操作・選別に関しては、細

胞の精密操作制御や操作範囲の拡大など細胞操作・分離

技術の高度化を行った。遺伝子導入用リン酸カルシウム

ナノコンポジット層の原料として、化学試薬ではなく認

可済み医療用輸液を用いることで、より安全性の高い製

造法を確立した。新規の製造法において、従来の不均一

核形成ではなく均一核形成を起点としてリン酸カルシウ

ムを析出させることで、ナノコンポジット層の結晶構造

およびマイクロ形態を制御し、遺伝子導入効率を向上さ

せた。また、iPS 細胞の分離、移植後のトラッキングを

効率よく行うための iPS 細胞の標識化技術を開発した。

さらに、細胞培養、細胞操作の際に必要なバイオマーカ

ーのセンシング、解析ツールの開発を行った。すなわち、

グルコースセンサー、乳酸センサーなどのバイオセンサ

ーチップの開発を行った。また、細胞損傷に伴って生成

される核酸関連酸化ストレスマーカー8-OHdG、8-

OHG の高感度測定法の開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］再生医療、ナノコンポジット、マイクロ

流路、界面動電現象、バイオセンシング、

バイオマーカー、遺伝子導入 

 

［テーマ題目８］先端科学技術のイノベーションを支え

る安全性評価手法の開発 

［研究代表者］佐々木 毅（ナノシステム研究部門付） 

［研究担当者］佐々木 毅、片浦 弘道、阿部 修治、 

藤田 克英、越崎 直人、古賀 健司、 

清水 禎樹、長沢 順一、針谷 喜久雄、 

田中 丈士、藤井 俊治郎、平野 篤 

（常勤職員12名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 先端技術産業の基盤となるナノ材料の環境影響を早期

に評価し管理指針を示すことで、ナノ材料の社会受容と

安全な応用開発を促進することを目指し、ナノ材料リス

ク情報の収集と分析を行うとともに、予備的リスク評価

に必要な試料調製、特性評価、有害性評価の手法を開拓

することを目的としている。リスク管理の方法論の構築

に向けた文献調査を継続して行い、これまで行ってきた

文献調査をもとに、カーボンナノチューブとアスベスト

の比較を含め、繊維仮説の適用可能性を再検討するとと

もに、ナノ材料リスク管理における課題を整理し、解説

原稿を執筆した。 

 単層カーボンナノチューブ（SWCNT）の実用化を目
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前に控え、その毒性について正確な情報を得ることが急

務となっている。特に、長さが10ミクロンを越えるよう

な長尺の SWCNT は、形状がアスベストと類似してい

る事から、その形状由来の毒性が懸念されている。これ

を確認するには毒性の低い分散剤で水に分散した

SWCNT を長さで分離し、長尺と短尺の毒性の違いを

確認する事が必要である。本年度は、これまでに開発し

た SWCNT のカラム分離技術をさらに改良し、長尺

SWCNT の大量分離を可能にした。この技術を用いて、

長尺及び短尺 SWCNT 試料を大量に作製し、動物実験

に提供した。今後、長期の動物試験により SWCNT の

毒性と長さの関係が明確化される事が期待されている。 

 工業用ナノ材料の有害性を調べる気管内注入試験に使

用する分散液の調製法に関する研究を推進しており、今

年度については、市販されている酸化チタンナノ粒子に

加えて酸化ニッケルナノ粒子に応じた分散手順の最適化

を進めて安定な分散溶液を作製するとともに、そのキャ

ラクタリゼーションを行った。また、結晶性シリカナノ

粒子の調製を進め、湿式破砕とアルカリ溶解処理を組み

合わせて、粒径が100nm 以下の粒子を得ることができ

ることを検証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リスク評価、アスベスト、カーボンナノ

チューブ、分散、ナノ粒子 

 

⑦【ダイヤモンド研究ラボ】 
（Diamond Research Laboratory） 

（存続期間：2010.4.1～2013.3.31） 

 

研 究ラボ長：鹿田 真一 

副研究ラボ長：茶谷原 昭義 

 

所在地：関西センター、つくば中央第2 

人 員：8名（8名） 

経 費：198,637千円（148,118千円） 

 

概 要： 

 ダイヤモンドは、熱伝導率、絶縁破壊電界、透光率、

弾性定数・硬度、電気化学電位窓、化学的安定性など

で物質中、最高の値を有し、電子線放出、キャリア移

動度、X 線透過率や耐スパッタ性でも極めて優れた性

能を有する“超物質”である。これらの材料特性を組

み合わせる事により、省エネパワーデバイス、電子源、

光学・電子線・X 線等ビーム取り出し窓、原子力用放

射線センサ、ヒートスプレッダ、炭素ファイバ等新素

材加工工具、電気化学電極、高性能 SAW 発振器、バ

イオ・化学センサなど、将来に向けた各種応用展開が

期待されている。これら応用の中でも特に省エネパワ

ーデバイスは、SiC 等の他材料を圧倒的に凌駕する半

導体として、高耐圧、低損失、高速動作の性能が予想

されており、究極の冷却フリー・高出力の新コンセプ

トのデバイスとして「Cool Earth エネルギー革新技

術計画」などの経済産業省のロードマップにおいて、

次世代材料・デバイスとして期待されている。加えて、

ダイヤモンドは言うまでもなく炭素のみからなり、国

内でも未来まで無限に調達可能であり資源面の心配が

ないこと、ナノサイズでも安全であることなど、まさ

しく21世紀以降の日本の戦略的物質である。 

 産総研では、経済産業省のフロンティアカーボンプ

ロジェクトに取り組む中で、ナノカーボン及びダイヤ

モンドを材料の一つの柱として研究を進め、さらに平

成15年度から7年間、ダイヤモンド研究センターを設

置し、ダイヤモンドの合成から応用に至る総合的な研

究を推進した。この結果、合成、加工、ドーピング、

表面修飾、コンタクト電極等の材料基盤技術を進化さ

せ、世界最大サイズの単結晶及びその量産技術、電子

源デバイスの実用化などの世界に誇れる実用技術の開

発に成功し、また世界で初めて量子素子分野で同位体

ホモ接合でのキャリア閉込めを発見するなどの学術的

成果も産んできた。 

 平成22年度より新たに発足した本研究ラボでは、上

記の経緯も踏まえつつ、ダイヤモンドウェハ及びパワ

ーデバイスの研究開発に重点的に取り組むこととし、

以下のミッションを設定した。 

1) ダイヤモンドウェハ及びデバイス研究開発を推

進し、冷却フリー・次世代省エネパワーデバイス

を開発し、省エネルギーを進めることによって、

日本及び世界の CO2削減に貢献する。 

2) ダイヤモンドウェハ及びデバイスの大市場規模

産業の構築に貢献する。 

3) 資源、安全性で優れる炭素材料の利用・普及に

より、日本の資源・産業関連戦略に貢献する。 

4) ダイヤモンドの新たな機能を明らかにし向上さ

せ、新産業創出に貢献する。 

 上記ミッションを達成するため、具体的には以下の

研究テーマを実施する。 

① ウェハ開発：気相合成による単結晶ダイヤモンド

の大型化・高品質化を推進するために必要な成長条

件探索および結晶加工技術を開発している。特に早

急な大口径化が期待できる「接合ウェハ」の製造技

術開発に注力し、半導体ウェハとしての実用性を実

証する。 

② デバイス：ダイヤモンドの特徴である高耐圧・高

温動作を活かし、冷却フリー・高耐圧・高出力を実

用構造である縦型ショットキーダイオードで実証す

る。また高速動作の可能性について評価する。 

 その他：パワーデバイスの高性能化、量子デバイス

への展開などを目指し、ダイヤモンドのさらに極限材

料である同位体など、材料基盤技術を開発する。また

企業によるダイヤモンドの広い応用展開の積極的サポ
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ートを行う。 

上記研究テーマと中期計画、研究分野戦略との関

係は、下記のとおりである。 

１）ウェハ開発 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研

究開発の推進4. グリーン・イノベーションの核

となる材料・システムの創成(2)ナノカーボン材

料の量産化技術と応用②単結晶ダイヤモンドの合

成及び応用技術の開発 

及び再掲として、 

Ⅲ．他国の追随を許さない革新的技術開発の推進  

２．イノベーションの核となる材料・システムの開

発 

(2) ナノカーボン材料の量産化技術と応用②単結晶

ダイヤモンドの合成及び応用技術の開発 

２）デバイス 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究

開発の推進1. 再生可能エネルギーの導入拡大技術

の開発(3) 高効率なエネルギーマネージメントシ

ステム②電力変換エレクトロニクス技術の開発 

 

発 表：誌上発表22件、口頭発表50件、その他3件 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］ウェハ開発 

［研究代表者］茶谷原 昭義 

［研究担当者］杢野 由明、坪内 信輝、山田 英明 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

物質中最高性能を多数有し、多くの応用が期待される

ダイヤモンドの材料研究として、単結晶成長技術及び結

晶欠陥評価等技術推進により低欠陥2インチ接合ウェハ

を開発し、パワーデバイスウェハ等への応用を目指すこ

とを本テーマの3年間の目標として、本年度は、下記を

目標として研究を実施した。 

加工技術（研磨・分離・エッチング）の向上によって、

2インチφの接合ウェハを試作する。 

これに対して、主な研究成果は下記の通り。 

１）ダイレクトウェハ化技術とモザイク接合技術を駆使

して、40mm×60mm 接合ウェハを実現した。（世界

初） 

２）接合ウェハの高品質化のため、種結晶片の境界方向

とオフ方向（ステップフロー方向）を適度にずらす方

法などよって接合界面での異常粒子を抑制した。 

 種結晶の研磨面をドライエッチングすることにより、

結晶欠陥伝搬の原因となる研磨損傷が除去できることを

エッチングピット密度から明確にした。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド半導体、結晶成長、ダイヤ

モンドウェハ 

 

［テーマ題目２］デバイス開発 

［研究代表者］鹿田 真一 

［研究担当者］梅澤 仁、加藤 有香子、渡邊 幸志、

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 究極性能が期待できるダイヤモンドを用いたパワーデ

バイスの実用化を目指して、結晶欠陥評価技術、デバイ

ス要素技術等を研究し、低欠陥高品質エピタキシャル膜

とデバイスの開発を行い、実証デバイスとして低損失か

つ冷却フリ－250℃動作パワ－ダイオ－ドを実現するこ

とを本テーマの3年間の目標としている。本年度は、下

記を目標として研究を実施した。 

 耐圧2KV、電流密度1000A/cm2パワーダイオードの

250℃動作特性を明らかにし、冷却フリー動作を実証す

る。デバイスに影響する欠陥の同定を行う。 

これに対して、主な研究成果は下記の通りであり、所

定以上の成果を得ることができた。 

１）縦型構造パワーダイオードを設計・試作し、2kV
耐圧素子、250℃動作、電流密度1kA/cm2のショット

キーダイオード素子の試作成功（世界初）。 

２）250℃動作で、15nsec の高速スイッチング性能を世

界で初めて実証することに成功。 

３）ラマン散乱、CL、X 線トポグラフィ法を用いて、

デバイスに影響する45°複合貫通転位の同定に成功。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］ダイヤモンド、半導体、デバイス、パワ

ーデバイス、結晶欠陥 
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５）計測・計量標準分野 
（Metrology and Measurement Science） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 

（Director-General・Deputy Director-General 
Research Planning Office） 

 

研 究 統 括：三木 幸信 

副研究統括：八瀬 清志 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分野

の人事マネジメント及び人材育成に係る業務（企画本

部及び総務本部の所掌に属するものを除く。）を統括

している。研究分野間の融合を推進し、業務を実施し

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
計測・計量標準分野研究企画室 

（Research Planning Office of Metrology and 
Measurement Science） 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：4名（3名） 

 

概 要： 

 当室は、産総研組織規程第6条の規定に基づき、計

測・計量標準分野における研究の推進に関する業務を

行っている。具体的には、第3期中期目標の達成に向

けて、産総研のミッションの遂行のための戦略を策定

し、他独法、産業界、大学等への働きかけと連携の強

化、ならびに分野内外の融合研究などの種々の取り組

みを促進するため、平成24年度は主に下記4つの計画

の下、業務を行った。 

１．外部との連携の強化 

２．研究ユニットとの対話を通じた成果の発掘 

３．分野運営に係る各種業務の遂行 

４．分野内行事の企画と運営 

 １．については、他独法、産業界、大学等への働き

かけにより組織的な対話の機会を設け、連携の強化や

プロジェクトの共同提案などの発展を支援した。また、

計測業界関連の展示会への分野からの出展を企画し、

関連業界への成果発信の機会の拡大を支援した。 

 ２．については、研究ユニットとの対話を通じ、情

報交換の環境の整備を推進し、シーズを発掘し、外部

連携や分野融合などへの発展を促進した。さらに、研

究ユニットからの要望等への対応を通じてユニットの

円滑な運営を支援した。 

 ３．については、中期研究目標策定、予算策定、原

課対応、委員会等の事務局、等の取りまとめなど、分

野運営に係る各種業務を円滑に行った。 

 ４．については、分野内外の連携の支援として、分

野内会議や重点課題報告会などの企画と運営を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［計測・計量標準分野研究企画室］  

  研究企画室長   小畠 時彦 他 

 

②【生産計測技術研究センター】 

（Measurement Solution Research Center） 
（存続期間：2007.8.1～2015.3.31） 

 
研究センター長：坂本 満 
副研究センター長：野中 秀彦 
 
所在地：九州センター 
人 員：28名（28名） 
経 費：378,552千円(326,496千円) 
 
概 要： 
 計測技術は、製品開発、生産、市場化、使用、リユ

ース／リサイクル及び廃棄の各局面で利用され、それ

ぞれの評価の基盤となっている。中でも生産局面にお

ける計測は、わが国ものづくり産業の競争力の維持・

強化に重要な役割を果たしており、その高機能化・高

効率化・迅速化などが常に求められている。当研究セ

ンターは、産業や社会の広い意味での「生産現場」で

発生する多様な計測課題に対して、産総研内外の様々

な技術を高度化・統合し、その成果を計測ソリューシ

ョンとしてオンタイムで提供することにより、我が国

の基幹産業を支える高度な製造産業の競争力の維持・

強化と、産業や社会の安全・安心の実現に貢献するこ

とを目指している。 
 これを実現するために、当研究センターでは、生産

現場の計測課題を熟知した企業の専門家（マイスター

と呼び、マイスターを活用するシステムをマイスター

制度と呼ぶ）と連携した課題解決の取り組み（タスク

フォース）を推進するとともに、業界や社会に共通的

な課題に対してはコンソーシアム型の取り組みを行う。

また、これらの課題解決事例を蓄積し、適時情報発信

していく。 
 本研究センターで実施する研究開発は、第2種の基

礎研究を中核として第1種の基礎研究を含みつつ製品

化研究へ展開される本格研究であり、具体的な課題解

決に向けて以下の3項目を主題として取り組む。 
① 生産現場計測技術の開発 

 高品質のものづくりと生産の高効率化に直結する
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製品検査技術およびプロセス管理技術では、非接触、

非破壊、高スループット、可視化などの共通的な諸

要件に加え、各製造現場に対応した計測技術の開発

が求められている。そこで、これらの現場ニーズに

柔軟に対応できる光学的手法を主体に用いて、半導

体微小欠陥検査技術など、新規なインライン計測技

術の開発に取り組み、検査装置化を進める。 

 また、とくに半導体デバイスメーカの生産ライン

では生産効率や品質を低下させる共通課題として、

プラズマエッチング装置で発生するパーティクルや

異常放電の発生がある。これらを解決するために、

生産ラインの課題を再現できるプラズマエッチング

装置をオープンイノベーションスペースに設置し、

実環境下での計測技術の開発と同時にデバイスメー

カ、装置メーカ、素材・周辺機器メーカ等と共同で

プラズマ耐性材料や電源技術等の開発に取り組む。

このような活動を通して生産ラインの課題を解決す

る有効なソリューションの実用化研究を進める。 
② 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開

発 

 内燃機関等の燃焼圧計測や上述のプラズマ異常放

電の検知など、過酷環境下での圧力振動計測技術を

開発するために、耐熱性圧電体薄膜を用いた新しい

広帯域圧力・振動センサに関する研究を行う。この

ために、実際にセンサを試作し、実証（模擬）試験

等により問題を明らかにし、その解決に取り組む。

さらに、センサの性能を向上させるために、高性能

な圧電特性を示す複合窒化物・酸化物の材料探索や、

薄膜のナノレベルでの構造制御技術などにも取り組

む。 

 また、応力発光技術を基盤とした先進計測システ

ムを開発するため、アドバンスト・センシングを中

心に、現象の基礎研究からその応用のまで一連の研

究を行う。「応力発光技術」とは、圧縮、引張り等

の機械的外力により発光する応力発光体を中心とす

る一連の技術であり、現象の機構解明、材料開発か

ら製造技術、デバイス化技術、システム化技術、そ

して各種現場計測を始め、環境・エネルギーなどへ

の利用技術へと大きな拡がりを有している。応力発

光体の大きな特長は、微粒子一つ一つがセンサとし

て機能することにより、マイクロからマクロまで、

空間的なダイナミックレンジにほぼ制約を受けない

点にあり、この特性を活かした各種応力計測システ

ムや異常検出システムの研究開発に力を入れる。 
③ 微量・迅速・精密化学計測技術の開発 

 マイクロ空間化学技術等を用いた微量・迅速・精

密化学計測技術を開発し、バイオ・化学・素材関連

産業分野におけるソリューションの提供を目指す。

具体的には、以下の研究を実施する。 
1) ナノ粒子高速開発システムの構築：ソリューシ

ョン提供のためのナノ粒子高速開発システムの構

築を目的とし、用途に応じた分析・計測・解析技

術等の検討・開発を行う。 
2) 食品加工業の生産現場でのオンサイト計測技術

開発：マイクロ流体チップなどを用いて食品成

分・遺伝子・各種薬品、あるいは細胞診断を行う

デバイスの開発を行う。また、計測に加え、被測

定物を測定可能な状態にするための前処理デバイ

ス、ならびに両者を組み合わせたオンサイト計測

デバイスを開発し、プロセス制御への応用を図る。 
 当センターの平成23年度の研究開発計画は、以下の

通りである。 
①-1) 超 LSI 製造プロセスにおける化学的機械的研

磨処理直後に生じるシリコン・ウェハ表層のマイク

ロクラックの検出について、産総研で試作した原理

機をベースとして、クリーンルーム対応オフライン

検査装置を企業と共同で開発し、生産現場へ導入、

その有用性を検証する。 
①-2) 半導体製造工程で用いられるプラズマプロセス

に関連する計測技術の研究開発を行う。具体的には、

音響センサの配置を工夫するとともに、レーザ光学

系、画像処理ソフトを試作して、生産ラインと同等

の条件で異常放電及びパーティクル発生の検出が可

能なことを検証する。また、異常放電やプラズマ揺

らぎによる突発的なパーティクル発生を再現させ、

その発生機構を探る。 
②-1) 圧電体薄膜を用いた耐熱圧力振動計測技術の向

上を目指す。具体的には、製造現場などへの適用に

向けて、圧力センサや振動センサの筐体構造の最適

化および検出感度などの基本性能の評価を行う。ま

た、多元同時スパッタリング法や化学溶液法を用い

て、耐熱性に優れ、高い圧電性を示す新しい複合化

合物圧電体薄膜の材料探索を行う。 
②-2) 明環境で計測可能な高効率応力発光体の開発と

発光機構解明を進め、異常検出システムと応力記録

システムの性能向上と最適化を図り、理論、数値計

算、他の実験手法の結果との比較検証を行う。また、

耐久性を有する応力発光塗膜センサ構成を元に、

種々の条件下における応答性についてデータの蓄積

を進め、発光データから応力診断できるようデータ

ベース化を図る。 
③ 食品加工業の生産現場でのオンサイト計測技術開

発に関しては、オンチップで測定対象物質を分離・

抽出する検体の前処理技術の開発と、細胞診断に向

けた成熟度により分離する細胞分離技術の開発を行

う。ナノ材料計測技術開発に関しては、研究開発お

よび製造プロセスにおけるオンライン分析・解析技

術を開発すると共に、その実用化研究に着手する。 
--------------------------------------------------------------------------- 
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外部資金：  
独立行政法人科学技術振興機構 
 復興促進プログラム 「石英薄板へのタンパク質の固

定化とバイオセンサーチップへの応用」 
研究成果最適展開支援事業 「解凍精液から元気な精

子だけをオンサイトで簡便に得るための技術開発」 
 研究成果最適展開支援事業 「ソリューションプラズ

マ法の低電力化と直接燃料型燃料電池用合金ナノ粒子触

媒の調製」 
 研究成果最適展開支援事業 「エコー動画イメージを

利用した肥育牛脂肪交雑の自動判定システム」 
研究成果最適展開支援事業 「ソリューションプラズ

マ法を用いる新規且つ低コストな貴金属ナノインク製造

技術の開発」 
 
財団法人福岡県産業・科学技術振興財団 
 「同時複数組成蒸着膜製造技術による安全・小型・低

コスト水素検知センサおよびシステムの製品化」 

 

文部科学省（科学研究費補助金） 
 「ユビキタス性を持つ革新的な応力発行ナノ光源の開

発」 
 「帯電二次元分布可視化計測システムの開発」 
 「コアシェルナノ粒子の結晶配向合体による量子ドッ

ト超格子構造体の作製」 
 「量子切断効果を利用した近赤外応力発光体の開発と

その物性解明」 
 「マイクロ流路を利用した分子の2次元配列技術」 
「独立成分分析を利用した超音波画像テクスチャ情報

からの肥育牛の脂肪交雑推定」 
「新規な菌類検査方法の基礎研究」 

 「応力発光体を用いた構造物のイメージング異常検出

技術の開発」 
 「超音波エコー画像のテクスチャ情報から筋力を推定

する手法の開発」 
 「中高齢者の下肢筋プロポーションが生活動作能力に

及ぼす影響」 
 
環境省（環境総合総合推進費補助金） 
 「ホスト分子による希少金属オンサイト分離のための

マイクロリアクターシステムの構築」 
 
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（助成金）  
 「製造プロセスの高度化に向けた多様環境対応型 静

電気計測技術の開発」 
 

発 表：誌上発表73件、口頭発表164件、その他45件 

--------------------------------------------------------------------------- 
光計測ソリューションチーム 

（Optical Measurement Solution Team） 

研究チーム長：野中 一洋 
（九州センター） 

概 要： 
 本研究チームでは、マイスター型連携研究を中心に、

半導体・エレクトロニスをはじめ、自動車、太陽電池、

化学・素材等の様々な生産現場から抽出した製品検査、

プロセス管理に関わる計測課題に取り組んでいる。光

学的・電磁気的手法を用いて、非破壊・高スループッ

ト・可視化など、インライン化の共通要件に柔軟に対

応できる新規計測技術を開発し、検査装置化を進める。

さらに、開発装置や評価方法は標準化していき、産業

界へ普及させる。 

 九州地域の企業群への貢献としては、外観検査技術

を中心に、公設研と連携して研究会を企画・運営し、

成果の普及、現場ニーズ対応などに取り組むと共に共

同開発プロジェクト化を推進する。 
研究テーマ：テーマ題目１ 

 
プラズマ計測チーム 

（Plasma Diagnostics Team） 

研究チーム長：上杉 文彦 
（九州センター） 

概 要： 
 プラズマプロセスは LSI、FPD の製造等に多用さ

れている。中でも車載マイコンは不良個数ゼロが要求

されるなど LSI 生産では品質の高さが求められてい

る。しかし生産ラインでは、特にプラズマエッチング

装置で発生するパーティクルや異常放電が量産安定性

を阻害し、製造品質を低下させている。当チームでは、

量産対応のプラズマエッチング装置をオープンイノベ

ーションスペースに設置し、生産ラインと同じエッチ

ング条件を実現させた環境下で、このような課題を再

現させ、現象の基礎的な理解を進めている。さらに、

得られた知見に基づくソリューションの提供を目指す

ために、材料メーカとの高プラズマ耐性材料開発、装

置部品メーカとのセンサー内蔵ウエハステージの共同

研究、計測機器メーカとのプラズマ計測機器の開発を

進めている。 
研究テーマ：テーマ題目２ 

 

応力発光技術チーム 

（Advanced Integrated Sensing Team） 
研究チーム長：徐 超男 

（九州センター） 
概 要： 
 圧光計測・診断の基盤技術として、応力発光体の高

効率化、プロセッシング、塗料化、薄膜化、ハイブリ

ッド化、デバイス化などの基盤的研究の推進と共に、

応力発光体の規格化や、標準化、発光特性のデータベ

ース化を行い、応力発光技術の普及、利用拡大を図る。
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具体的に以下の技術を行う。 
 高効率化を目指した短波長応力発光体の開発につい

ては、発光波長は青色、さらに紫外領域まで発光する

応力発光体を開発し、発光効率の向上を実現する。ま

た、短波長応力発光体の光エネルギーを化学的に利用

するシステムの構築を検討し、応力履歴の記録システ

ムを創出するとともに、光触媒とのハイブリッド化な

どによる利用拡大を図る。 
 圧光計測のデバイス化を目指して、オールセラミッ

クス応力発光薄膜の合成技術、数十 nm の応力発光微

粒子の製造技術、応力発光体超微粒子の表面処理技術、

有機・無機ハイブリッド化技術、コーティング技術を

検討し、新規な圧光デバイスを開発する。 
 応力発光の計測技術については、2次元画像解析、

リモート光検出技術、応力発光の定量法を開発し、応

力発光計測システム技術の構築を行う。さらに実環境

フィールドへの展開の中で、応力モニタリング安全管

理ネットワークシステム、および製品設計を支援する

ための設計支援モデリングシステムの実現を目指す。 
 応力発光体の規格化や、標準化、発光特性のデータ

ベース化については、応力発光体の発光挙動並びに発

光機構の解明と平行して、種々の応力印加形式に対す

る発光強度の関係をデータベース化すると共に、単一

応力発光粒子への極めて微小な負荷応力と発光強度と

の関係を定量的に把握することができる微小応力計測

法の開発を行う。これらの結果を元にして、応力発光

材料の規格化と応力発光計測の標準化を進め、新規な

自立応答型応力計測技術を確立する。 
研究テーマ：テーマ題目３ 

 

プロセス計測チーム 

（Process Measurement Team） 
研究チーム長：秋山 守人 

（九州センター） 
概 要： 
 複合窒化物圧電体薄膜を検知材料に使用した、高温

用アコースティックエミッション（AE）センサおよ

び燃焼圧センサの試作を行い、それぞれのセンサの基

本性能を明らかにし、実証（模擬）試験などを通して、

実用化に向けた材料選択、構造設計および課題抽出を

行う。また、電子顕微鏡や走査型プローブ顕微鏡など

を用いた断面や分極分布状態観察などを行い、複合窒

化物薄膜の高圧電化メカニズムの解明を行う。更に、

二元同時スパッタリング法や化学溶液法によって、高

い圧電性を示す複合窒化物・酸化物などの材料探索、

ナノレベルでの構造制御技術の研究なども同時に行っ

ていく。 

研究テーマ：テーマ題目４ 

 

計測基盤技術チーム 

（Basic Measurement Solution Technology Team） 
研究チーム長：菖蒲 一久 

（九州センター） 
概 要： 
 本研究チームでは、主に化学・材料系産業における

生産プロセスや材料の設計、研究開発の効率化に貢献

することを目的として、化学熱力学平衡計算ソフト開

発やデータベース構築を行い、それによって化学熱力

学に関する国内の知的基盤を整備することを目指して

いる。更に本研究では、複数の産業支援型共同研究開

発に、本解析技術を適用することで、このような知的

基盤の利用技術の開発と体系化を行うことも目的とし

ている。 

 平成24年度は、産業支援型共同研究として、サポイ

ン制度による課題2件、及び、民間からの資金提供に

よる共同研究課題1件に対して新規の熱力学データベ

ース開発と、それを利用した解析研究を行った。 

研究テーマ：テーマ題目５ 

 
生化学分析ソリューションチーム 

（Biochemical Analysis Solutions Team） 

研究チーム長：宮崎 真佐也 
（九州センター） 

概 要：  
 本チームでは、マイクロ流体の持つ高い流体操作性

を基盤として、化学産業のみならず、環境、医療、製

薬、バイオ関連、食品産業、化成工業等への応用展開

に関する検討を行う。具体的には、流体操作性による

最少試料化（微量）、集積化などによるその場計測や

化学反応自体の加速による効率的な計測（迅速）、短

い実効拡散距離などの効果を利用した分析（精密）・

計測などを行う。 
研究テーマ：テーマ題目６ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］光学的手法を主体とした製品検査･プ

ロセス管理に関する計測技術の開発 
［研究代表者］野中 一洋（研究チーム長） 
［研究担当者］野中 一洋、古賀 淑哲、寺崎 正（兼

務）、菊永 和也、坂井 一文、 

李 雪峰、坂田 義太朗、蒲原 敏浩、

手島 寅浩、檜枝 龍美、平川 智恵子、

大久保 玲子（常勤職員4名、他8名） 
［研 究 内 容］ 

 アジア諸国との競争激化や生産の海外シフトが進んで

いる中、我が国製造業の国際競争力を維持・強化させる

には、生産の効率化を極限まで高めると共に、高品質・

高信頼なものづくりが必須となっている。 

本重点研究課題では、生産現場に常駐するマイスター

と緊密に連携し、種々の現場に共通な非接触、非破壊、

可視化、および高スループット等の検査ニーズに対応す
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るために、光学的・電磁気的手法を用いた計測技術の研

究開発に取り組む。生産現場への早期の適用を目指して、

新規計測技術の確立とインラインプロトタイプ検査装置

の開発を進める。さらに、人間の感覚に頼った官能検査

については、検査の自動化・客観化と共に、検査法の標

準化に取り組む。 
平成24年度の進捗状況： 
① マイスター型連携研究課題 

 マイスター企業2社から提案された課題について、

装置実用化、検査法の標準化･規格化に取り組んだ。 

 半導体生産計測課題の内、化学的機械的研磨

（CMP）処理後のシリコンウエハ表層欠陥検査装置

については、LSI 量産メーカと連携して生産現場での

詳細な評価と実用機としての総合的な調整を実施し、

生産現場での基礎データを蓄積した。種々のウエハ製

品の繰り返し測定等を通じた検出精度の安定化等に取

り組み、検査システムの量産ラインへの導入に着手し

た。 

 プリント基板生産計測課題の内、金めっき光沢ムラ

検査については、金めっき部位の微細化に対応できる

ように検査装置の光学系の改良を行うと共に、操作性

の向上のために画像処理法の改良を行った。本検査法

の標準化については、関連の学会及び企業と協力して

提案内容の検討を進めた。さらに、プリント基板めっ

き浴薬液中の1価銅濃度の計測課題に取り組み、一価

銅錯体に関する新たな分析法を提案した。 

 マイスター関連の新規課題としては、帯電体振動法

を用いた静電気の計測技術の確立に取り組み、集束音

波と低周波電界計測を用いた静電気センサを開発した。

また、水の新しい評価法として、水の発光特性に関る

知見を深めるとともに、水の効果的な発光誘導法につ

いて検討を行った。 

② 地域連携課題 

 半導体及び太陽電池関係の企業と連携して、高さ計

測課題について検査技術の開発及び検査装置の試作を

行い、その一部については企業への技術移転を実施し

た。さらに、外観検査技術に関する情報交換等を目的

とした研究会を公設研と連携して開催した。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］マイスター、計測技術、生産現場、 

CMP、微少欠陥、外観検査、標準化・

規格化、めっき、静電気、可視化 
 

［テーマ題目２］プラズマプロセスに関連する計測技術

の研究開発 

［研究代表者］上杉 文彦（プラズマ計測チーム） 

［研究担当者］上杉 文彦、福田 修、笠嶋 悠司、 

本村 大成、鍋岡 奈津子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI の生産では品質の高さが求められるが、中でも車

載用 LSI は不良個数ゼロという高品質が求められる。

不良発生の大きな要因は、装置内壁部材の化学的腐食や

内壁に付着した反応生成物の剥離によるパーティクル発

生、および内壁の帯電に起因する異常放電であり、プラ

ズマエッチング工程において多く発生する。これらの課

題を解決するために、オープンイノベーションスペース

に設置した量産用プラズマエッチング装置を用いて、装

置内壁部材の開発を材料メーカとの共同で、異常放電検

出機能を有するウエハステージの開発を装置部品メーカ

と共同で、また量産用プラズマ処理装置向けインピーダ

ンス計測機器を計測器メーカと共同で、材料、部品、計

測の観点から多面的に取り組んだ。 

 装置内壁用部材の開発では、材料メーカと共同でレア

メタルを使用しない導電性高プラズマ耐性材料の開発を

行った。標準的に使用されている酸化アルミニウム

（Al2O3）よりもプラズマ損耗量の小さな酸化イットリ

ウム（Y2O3）と同等の耐性を有し抵抗率が通常の1014Ω

cm に比べて107Ωcm ほどの小さな材料である。大手デ

バイスメーカにサンプル出荷を行い、その生産ラインで

有効性が確認された。 

 プラズマエッチング用の異常放電検出機能を有するウ

エハステージの開発では、装置部品メーカと共同で進め

た。ウエハやその近傍での微小な放電エネルギー50µJ
の異常放電を検出するのに有効な、アルミナイトライド

（AlN）からなる音響センサーをウエハステージに内蔵

するウエハステージの開発を進めた。製品化するために、

音響センサーを直接ステージに成膜する実装技術、セン

サーからの信号をチャンバから大気側に取り出す配線技

術の検討を進めた。 

 量産用プラズマ処理装置に容易に取り付けることがで

きるインピーダンス計測機器の開発では、高周波通信分

野で電波資源を有効利用するために培われてきた電磁波

計測技術を用いてプラズマインピーダンス計測機器の開

発を行った。インピーダンスの時間変化、RF パワーの

高調波の時間変化、µW～kW の広いダイナミックレン

ジでの計測が可能なことを実証した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］オープンイノベーションスペース、プラ

ズマ、パーティクル、異常放電、導電性

セラミックス、音響センサー 

 

［テーマ題目３］応力発光技術に関する研究 

［研究代表者］徐 超男（研究チーム長） 

［研究担当者］徐 超男、上野 直広、寺崎 正、 

藤尾 侑輝、坂田 義太朗、川崎 悦子、

久保 正義、古澤 フクミ、末成 幸二、

松尾 修身、河原 弘美、津山 美紀、

有本 里美（常勤職員4名、他9名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究では、ニーズの詳細な調査とシーズのマッチン

グ精査を基に課題設定を行い、個別課題から抽出された

共通的な課題として、外部の評価によって多数の提案か

ら厳正に選抜された課題を中核課題とし、センシング技

術の高度化からシステム化技術の高度化に至る新しい計

測技術開発を、材料技術と情報技術の緊密な連携の下に

遂行するものである。材料技術では、応力発光現象の機

構解明など、基礎・基盤的な技術開発を行い、応力発光

センサ素子の特性向上とデバイス化を経て、リアルタイ

ム応力異常検出システムや応力履歴記録システムなどの

各種応力センシングデバイスを構築する。各種応力セン

シングデバイスの機能の最適化を行い、デバイスベース

での評価によって応力発光センシングのデータベースへ

向けたデータ蓄積を行う。情報技術では、構造体のセン

シングシステム構築に向けたセンシングデバイス・ノー

ドの開発、適用構造体の挙動解析、適応型信号処理の高

機能化等によって基盤技術を構築し、センシングノード

の高機能化と多目的化、センサネットワークの駆動ソフ

トウェア開発を行い、構成したシステムのパフォーマン

ス評価とデータ蓄積を行う。 

平成24年度の進捗状況 

 今年度は、明環境でも計測可能な応力発光体の開発に

ついては、新しい応力発光体の開発に成功し、近赤外の

応力発光を30倍以上高効率化できた。アルミン酸塩応力

発光体は、産業界への技術移転を行った。 

［キーワード］応力発光、可視化、センシング、材料技

術、デバイス化、システム化、生産設備 

 
［テーマ題目４］圧電体薄膜を用いた過酷環境下での圧

力振動計測技術の開発 

［研究代表者］秋山 守人（プロセス計測チーム長） 

［研究担当者］秋山 守人、岸 和司、長瀬 智美、 

田原 竜夫、上原 雅人、上野 多津子、

筒井 美寿江、松田 修 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、窒化アルミニウムや酸化亜鉛などの圧電

体薄膜をセンサ検知材料に用い、通常では測定困難な高

温高圧下などの過酷環境下における、圧力・振動計測技

術の研究開発を行っている。製造現場での使用環境に近

い状況での、圧力センサや振動センサの構造の最適化お

よび検出感度・安定性などの基本性能の評価を行ってい

る。また、多元同時スパッタリング法や化学溶液法（ゾ

ルゲル法）を用いて、耐熱性に優れ、高い圧電性を示す

新しい複合化合物圧電体の材料探索も行っている。本年

度は、エッチング装置内のウエハステージ裏面にセンサ

を設置し、異常放電の測定を行った結果、チャンバー側

面では検出できないステージ上で発生する異常放電の測

定に成功した。また、ウエハ裏面のマイクロプラズマも

検出することができ、異常放電の発生予測の可能性を示

した。さらに、振動センサの構造最適化によって、計測

に必要な出力が得られることも実証した。圧電体薄膜の

探索を行った結果、MgZnO が500℃以上の耐熱性と

10pC/N の高い圧電性を示し、ScAlN が圧電体薄膜で最

も高い発電性能指数を示すことも明らかにした。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］圧電体薄膜、圧力センサ、振動センサ、

高温高圧 

 
［テーマ題目５］産業支援型研究開発による化学計測解

析技術の高度化に関する研究 

［研究代表者］菖蒲 一久（計測基盤技術チーム長） 

［研究担当者］菖蒲 一久、野間 弘昭、亀川 克美、

西久保 桂子、恒松 絹江、前田 英司、

長谷部 光弘、恒松 修二、深町 悟、

岡本 悦子（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、主に化学・材料系の産業界における生産

プロセスや材料の設計、研究開発の効率化に貢献するこ

とを目的として、熱力学平衡計算ソフト開発やデータベ

ース構築などの、化学熱力学解析・モデリング技術に関

する国内知的基盤の整備を行っている。このような解

析・モデリング技術は、実は非常に有効ではあるが、な

かなか使い方が理解しにくく、あまり利用されていない

という問題がある。そこで、本研究課題では、産業界か

らのニーズ課題や当チームの技術シーズに基づく複数の

産業支援型共同研究と、この化学熱力学解析技術の開発

研究を一体的に行うことで、特に利用技術、利用法の開

発・知識基盤化をも目標として研究を進めている。日本

の化学系・材料系の技術的競争力は極めて高いが、それ

を維持・強化するためには、このような基盤的技術の開

発は必須である。 

現在までに、信頼性や安定性の高い化学熱力学解析ソ

フトを開発公開するとともに、関連データベースの開発

も行ってきた。当該ソフトは既に国内大学・企業等への

導入実績がある。今後、本技術を様々な産業支援課題に

適用し、その課題解決に貢献していく。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］化学熱力学、ソフトウェア、データベー

ス、解析、モデリング、状態図、知的基

盤 

 
［テーマ題目６］微量・迅速・精密化学計測技術の開発 

［研究代表者］宮崎 真佐也（生化学分析ソリューショ

ンチーム長） 

［研究担当者］宮崎 真佐也、中村 浩之、山下 健一、

松田 直樹、大庭 英樹、浅海 裕也 

永田 マリアポーシャ、石地 友香、 

天本 真里子、中島 達郎、岡部 浩隆、

中村 志織（常勤職員5名、他7名） 
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［研 究 内 容］ 

 南九州一帯は我が国の食肉用肥育牛の一大生産拠点で

ある。しかし、先年の口蹄疫問題で顕在化したように、

その生産・肥育プロセスには工学的視点から解決すべき

問題も多い。そこで、本チームでは肥育用子牛生産プロ

セスにおける効率化を図るため、１）雌雄産み分け用の

精子分別デバイスの開発、２）受精卵・卵子の活性度を

判別するための分別デバイスの開発を行った。１）の雌

雄産み分け用の精子分別デバイスの開発に関しては、前

処理として凍結精子の活度による分別技術を確立し、畜

産現場へのソリューション提供を開始した。２）の受精

卵・卵子の活性度を判別するための分別デバイスに関し

ては、前年度開発した密度差分離デバイスをさらに改良

し、高品質の卵子のみを選択的分別に成功した。また、

受胎適期のセンシングに向けたセンサ開発にも着手した。 
 また、ナノ材料分野の研究開発プロセスを迅速化・効

率化する技術である、当チームが保有していたナノ粒子

のコンビナトリアル合成技術にあわせてコンビナトリア

ル的な分散条件探索デバイスを開発し、LED 用蛍光ナ

ノ粒子の生産にソリューションとして提供した。 

その他、食品生産現場でのソリューション提供に向け

た課題抽出に着手した。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］マイクロ空間化学、微小流体デバイス、

細胞分離、ナノ粒子 

 
③【計測標準研究部門】 

（Metrology Institute of Japan） 
（存続期間：2001.4.1～） 

 

研 究部門長：千葉 光一 

副研究部門長：大嶋 新一、新井 優、高辻 利之、 

       藤本 俊幸 

首 席研究員：榎原 研正、山田 善郎 

 

所在地：つくば中央第3、第2、第5、つくば北、 

    関西センター 

人 員：240名（240名） 

経 費：2,338,868千円（1,949,638千円） 

 

概 要： 

 計量標準及び法定計量 

 第三期の目標： 

計量の標準 

 産業、通商、社会で必要とされる試験、検査や分

析の結果に国際同等性を証明する技術的根拠を与え、

先端技術開発や産業化の基盤となる計量の標準を整

備するとともに、計量法で規定されている法定計量

業務を的確に行うことにより、我が国経済活動の国

際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、

強化と新規産業の創出の支援、グリーン・イノベー

ション及びライフ・イノベーションの実現に貢献す

る。 

(1) 新たな国家計量標準の整備 

(2) 国家計量標準の高度化 

(3) 法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推

進 

(4) 国際計量標準への貢献 

(5) 計量の教習と人材の育成 

 

 ○研究業務の方向付け 

(A) 標準整備計画にもとづき、信頼される計量標準を

早期に供給開始する。 

(B) 計量標準及び法定計量の確実かつ継続的な供給体

制を構築し的確に運用する。 

(C) 計量標準・法定計量の国際相互承認を進める。 

(D) 計量標準と計測分析技術において世界トップクラ

スの研究成果を挙げる。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

「標準基盤研究費 産業応用における CT 装置評価法の

標準化に関する研究 

 

「東北・北関東地域の公設研の技術の高度化支援事業」 

 

「中小グローバルトップ H24（回転軸ぶれ検出機能を

有するインテリジェント・ロータリエンコーダの性能評

価法の確立」 

 

「キログラムの再定義に向けた基盤技術の開発」 

 

「標準基盤研究費 重錘形圧力天びんを用いた圧力校正

技術の標準化」 

 

「遠心加速度校正に関する標準化研究」 

 

「標準基盤研究費 実用放射温度計の校正・評価技術に

関する標準策定」 

 

「カタパルト(先進製鉄プロセス温度モニタ技術開発)」 

 

「標準基盤研究費 JIS B7556気体用流量計の校正方法

及び試験方法の改正」 

 

「研究情報公開データベースの強化事業」 

 

「研究情報公開 DS 整備費 産総研物質・材料 DS ポー

タルの整備」 

 

「中小グローバルトップ H24（高電圧直流給電対応ス
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マートモニタリングシステム」 

「超高周波帯電磁波絶対強度センサと測定技術の開発」 

 

「土壌と食品に係る放射性物質リスク管理技術の開発」 

 

「高精度温室効果ガス観測のための標準ガスの開発」 

 

「標準基盤研究費 気中ナノ粒子測定器の精度保証に関

する標準化」 

 

「遺伝子解析データの国際整合を支援する新しい核酸定

量技術の開発」 

 

「有機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）のク

ラウド構築」 

 

「標準基盤研究費 高分子の定量 MALDI 質量分析法

の国際標準化」 

 

「有機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）」 

 

外部資金： 

経済産業省 産業技術環境局 基準認証政策課 日米エ

ネルギー環境技術研究・標準化協力事業 平成24年度日

米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業（日米先端

技術標準化研究協力） 薄膜膜厚計測 

 

経済産業省 産業技術環境局 基準認証政策課 日米エ

ネルギー環境技術研究・標準化協力事業 平成24年度日

米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業（日米先端

技術標準化研究協力） 薄膜熱物性計測 

 

経済産業省 産業技術環境局 基準認証政策課 日米エ

ネルギー環境技術研究・標準化協力事業 平成24年度日

米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業（日米先端

技術標準化研究協力） 微細寸法計測 

 

文部科学省 原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ 

白色中性子源を用いた中性子線量計の革新的校正法に関

する研究 

 

環境省 平成24年度環境研究総合推進費（気中パーティ

クルカウンタを現場にて校正するためのインクジェット

式エアロゾル発生器の開発） 

 

（独）科学技術振興機構光格子時計高精度比較のための

高速制御型光周波数コムの開発 

 

（独）科学技術振興機構国家標準にトレーサブルなコヒ

ーレント周波数リンクの創生とそれに基づいたテラヘル

ツ周波数標準技術の系統的構築 

 

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 最先端

研究開発支援プログラム 量子情報処理プロジェクト

「光格子時計の絶対周波数測定及び国際原子時計への貢

献」 

 

経済産業省 関東経済産業局 戦略的基盤技術高度化支

援事業 公益財団法人千葉県産業振興センター ソフト

イオン化質量分析のためのマススペクトルデータ解析ソ

フトウェアの開発 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果展開事業【先端計測

分析技術・機器開発プログラム】国立大学法人東京大学

光コムを用いた空間絶対位置超精密計測装置の開発 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果展開事業【先端計測

分析技術・機器開発プログラム】国立大学法人東京大学

低温光共振器を用いた超高安定光源の開発 

 

経済産業省 関東経済産業局 戦略的基盤技術高度化支

援事業 公益財団法人郡山地域テクノポリス推進機構標

準コンダクタンスエレメントを用いた基準微小ガス流量

導入装置の開発 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果展開事業【先端計測

分析技術・機器開発プログラム】国立大学法人大阪大学 

大学院工学研究科 先端計測分析機器用共通ソフトウェ

アプラットフォームの開発 

 

（独）科学技術振興機構 研究成果展開事業【先端計測

分析技術・機器開発プログラム】学校法人 根津育英会

武蔵大学 放射能環境標準物質の開発 

 

独立行政法人海洋研究開発機構 海水密度絶対測定に関

する研究 

 

経済産業省 関東経済産業局 戦略的基盤技術高度化支

援事業 公益財団法人福島県産業振興センター リアル

タイム自己校正型ロータリエンコーダ 

 

公益財団法人光科学技術研究振興財団 平成24年度研究

助成 光コムによる超精密時空間操作・計測技術の研究 

 

財団法人三豊科学技術振興協会研究助成 局部傾斜角度

測定を利用した高精度かつ高ダイナミックレンジな形状

測定法の開発 

 

公益財団法人住友財団 2012年度環境研究助成 室内環

境中ピレスロイド系及び有機リン系農薬の曝露評価のた
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めの基礎的研究 

 

公益財団法人村田学術振興財団 平成24年度研究者海外

派遣援助 国際会議に向けた海外渡航費援助 

（Conference on Precision Electromagnetic 
 Measurements 2012） 

 

公益財団法人池谷科学技術振興財団 平成24年度研究助

成 陽電子寿命測定を用いた金属疲労診断装置の開発 

 

財団法人内藤泰春科学技術振興財団 平成24年度調査・

研究開発助成 生体高分子試料導入インターフェースの

開発及び高度化 

 

財団法人日本科学協会 平成24年度笹川科学研究助成 

キャピラリー電気泳動法を用いる海水中のけい酸イオン

の新規定量法の開発 

 

財団法人日本科学協会 平成24年度笹川科学研究助成 

ひ素含有細菌内遺伝物質の生成機構の解明 

 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO 助

成金 レーザフラッシュ法による固体材料のインヒレン

トな熱拡散率測定方法の確立および国際的ガイドライン

の提案 

 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO 助

成金 光通電ハイブリッド・パルス加熱法による高速多

重物性測定装置の実用化開発 

 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO 助

成金 ミリ波・サブミリ波領域の S パラメータ測定の

国際標準化に向けた評価技術研究開発 

 

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO 助

成金エンジンの潤滑油粘性モニタリングや流体プラント

の多点プロセス粘性計測を実現する超小型粘性 MEMS
センサの開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（A）Molecular-Net 
Sieving の提案と超薄膜分離膜の創製 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（B）放射光軟 X 線を用

いて誘発した ATP の分子変異の誘発による生物効果の

制御 

 

文部科学省 科研費 挑戦的萌芽研究 非 DNA に対す

る放射線損傷に伴う生物影響の検討 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）材料オントロジー

の拡張と国際化による材料データ交換手法の確立 

 

文部科学省 科研費 若手研究（A）化学分離を必要と

しない迅速な放射性ストロンチウムの絶対測定法の研究 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（A）ジョセフソン効果

と量子ホール効果を基準とした熱力学温度測定技術の開

発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（B）一般 二次元ダー

クフリンジ法による球体直径測定原理開発とアボガドロ

定数精密決定への応用 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）振動子による二種

混合気体の粘性計測 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）新たな放射能絶対

測定法を用いた PET 装置の定量性向上に関する研究 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）ポルフィリン類化

合物の X 線増感作用に関する基礎的研究（平成23年度

繰越） 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）ポルフィリン類化

合物の X 
線増感作用に関する基礎的研究 

 

文部科学省 科研費 研究活動スタート支援 超伝導、

常伝導ハイブリッド構造を持つ単電子トランジスタによ

る電流標準の研究 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）高速クラスターイ

オン照射による非線形的2次イオン強度増大効果の解明 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）低熱雑音光共振器

を用いた超安定化レーザーの開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）MEMS 式熱量計

によるナノ粒子の比熱測定と低次元系比熱理論への実験

的アプローチ 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）イッテルビウム光

格子時計における青方魔法波長の探索 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）堆積物中ペリレン

の新規指標物質としての確立と検証 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）新規シス／トラン

ス異性体分離法の開発とそれを利用したトランス脂肪酸

の高精度分析 
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文部科学省 科研費 基盤研究（C）ナノ粒子の細胞内

取り込み挙動解析を可能とする単一ナノ粒子計測システ

ムの開発 

 

厚生労働省 科研費 基盤研究（A）先端光源を融合し

た超高分解能赤外分子分光計の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）高安定光共振器に

よる光周波数コムの絶対線幅狭窄化 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）環境動態解析のた

めのハロゲン化ナフタレン分析法の高度化 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）常温下熱機械変位

方式高速高感度光パワー標準器の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）双方向波長多重信

号による長距離光ファイバの位相安定化技術の研究 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）液中分散ナノカー

ボン材料の分散安定化機構の解明 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）R32を基本成分と

する低 GWP 混合冷媒の新たな熱力学モデル 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）生体マトリックス

中タンパク質の高精度、高感度定量法の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）超電導放射線検出

器を用いた新しいバイオマス度測定装置の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）陽電子寿命測定法

を用いた構造物の疲労検査装置の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）光滞在時間の長い

光 FP 共振器の新しい制御信号取得とその応用 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）音波と電磁波を用

いた気体の複数物性同時計測装置の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）常磁性物質定量用

新規一次標準分析法の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）多層型マンガンバ

スによる中性子源放出率の絶対測定法の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）高出力レーザ用イ

メージングパワーメータの実現に向けたイメージセンサ

校正技術の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）デュアル光格子時

計を用いた、黒体放射の影響を受けない合成時計周波数

の実証 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（B）微細射出機構によ

る高粘度マイクロカプセル生成システムの開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）極微弱 LED の全

光子束測定技術の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）治療用高エネルギ

ー電子線の絶対線量計の開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）配列特異的な核酸

分子の高精度定量技術の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）キャビテーション

発生量の定量計測技術の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）分光立体映像再生

のための超広帯域ヘテロダイン干渉計の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（C）フィードバック型

広帯域干渉計による位相・群屈折率分散計測システムの

開発 

 

文部科学省 科研費 若手研究（B）光励起型原子泉方

式実用セシウム原子時計の開発 

 

文部科学省 科研費 基盤研究（A）東アジアにおける

エアロゾル数濃度の空間分布とその変動要因の解明 

 

発 表：誌上発表367件、口頭発表655件、その他377件 

--------------------------------------------------------------------------- 
時間周波数科 

（Metrology Institute of Japan, Time and Frequency 
Division） 

研究科長：洪 鋒雷 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 時間周波数標準及び光周波数波長標準は、基本単位

の中でも最も高精度な計量標準であり、他の組立量の

決定にも必要とされる計量標準体系の基盤を形成する

物理標準である。当該標準の研究・開発及びその産業

界への供給・普及を持続・発展させることは、我が国

の産業技術や科学技術を高度化する上で極めて重要で

ある。時間周波数科ではこのような目標を達成するた

めに、標準器や関連技術の研究開発、それらに立脚し

た信頼性並びに利便性の高い標準供給を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目3 
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長さ計測科 

（Metrology Institute of Japan, Lengths and 
  Dimensions Division） 

研究科長：高辻 利之 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 長さ・幾何学量の標準供給は、産業・科学技術の要

であり、その安定的供給には大きな期待が寄せられて

いる。この分野では、高精度な上位の標準から、現場

で用いられる下位の標準まで、幅広い標準が求められ

る。これらに応えるためには、信頼性の高い長さ測定

技術の開発が不可欠である。当科では、産業界から求

められ、また国際比較などが求められている長さや幾

何学量に関して標準の確立とそれらの供給体制の整備

を行った。民間との連携によって、階層構造に基づく

我が国のトレーサビリティ体系を構築している。 

研究テーマ：テーマ題目4、テーマ題目5 

 

力学計測科 

（Metrology Institute of Japan, Mechanical 
Metrology Division） 

研究科長：藤井 賢一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 力学計測科では、質量、力、トルク、重力加速度、

圧力、真空、リークなどの広範囲な物理量について標

準から現場計測に至るまでのトレーサビリティの道筋

を確保し、また取引証明に使われる質量計量器の信頼

性の確保に関する業務を果たすことを主なミッション

とする。質量（分銅の校正）、質量計、力（力計の校

正）、圧力（圧力標準器の校正）、圧力計、トルクメー

タ・トルクレンチ、真空計、標準リーク、分圧計など

についてのトレーサビリティが JCSS 校事業者や産

業界でも確保されるよう校正技術や技術基準の開発を

行っている。特に非自動はかり及び質量計用ロードセ

ルの性能試験については品質管理体制を整備し、新規

の大容量ロードセルを含む OIML-MAA に則った試

験サービスを実施している。研究開発については、キ

ログラムの新定義実現のための質量計測技術、小容量

トルク標準機、グリーン・イノベーションに貢献する

ための気体高圧力標準の開発などを行った。特にキロ

グラムの定義改定についてはアボガドロ国際プロジェ

クト（IAC）を海外の計量標準研究機関と協力して推

進し、次世代質量標準として期待されているシリコン

球体の高精度質量計測を行うと共に、欧州計量研究計

画（EMRP）におけるキログラム再定義の共同研究

にも参加している。これらの活動を通じて、プランク

定数に基づく新しい定義を実現し、SI 基本単位の定

義改定と、再定義後の質量標準の実現及び高度化を目

指した研究を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目6、テーマ題目7、テーマ題目8 

 

音響振動科 

（Metrology Institute of Japan, Acoustics and 
  Vibration Metrology Division） 

研究科長：菊池 恒男 

（つくば中央第3） 

概 要： 

音響、超音波、振動、強度の標準は、環境、医療、

機械診断、材料評価など広い分野にわたってニーズが

あり、近年、その重要性も高まっている。音響標準、

振動加速度標準、及び硬さ標準については、国際比較

結果などにより、世界的なレベルに到達していること

が既に示されているが、さらに標準供給体制の充実を

図るため、供給範囲、供給品目の拡大、不確かさの低

減の他、新規の計量標準技術開発等をめざす。超音波

標準も昨今の医用超音波技術の進歩に対応するため、

校正範囲拡大に必要な研究開発を継続するとともに、

国際比較に実施に向けた準備を行う。材料強度の標準、

固体材料の特性評価を、従来のバルク材料から薄膜な

どの微小なレベルで行うための研究開発を継続する。

また、産業技術の高度化に応じて、先進的な計測標準

開発を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目9、テーマ題目10 

 

温度湿度科 

（Metrology Institute of Japan, Temperature and 
  Humidity Division） 

研究科長：新井 優 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 温度・湿度の計測とその標準は、科学技術や産業に

おいて、あらゆる場面で必要とされており、当科では、

これらに必要な標準供給体制の整備を進めている。国

際的同等性を確保しつつ標準供給の種類、範囲を拡大

するために、設備や体制を整え、標準の維持・供給に

必要な研究開発及び関連の計測技術の研究を行った。

低温域では、白金抵抗温度計の標準供給を24K まで

再開するとともに、極低温抵抗温度計標準供給の立ち

上げに必要な PLTS-2000を実現するための核断熱消

磁予冷用希釈冷凍機を試作した。高温域の放射温度で

は、放射温度計の絶対感度校正システムを構築した。

湿度の微量水分領域では、新たな試みとなる、計測器

の応答試験サービスを開始した。 

研究テーマ：テーマ題目11、テーマ題目12、テーマ題目

13、テーマ題目14、テーマ題目15 

 

流量計測科 

（Metrology Institute of Japan, Fluid Flow Division） 

研究科長：寺尾 吉哉 
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（つくば中央第3） 

概 要： 

 流量計を用いた石油や天然ガス等の取引は、経済産

業活動の中でも最も大きな取引であり、また、水道メ

ータ、ガソリン計量器等の流量計は国民生活に最も密

接している計量器の一つである。さらに、最新の半導

体製造技術、公害計測技術、医療技術等の先端技術分

野や環境・医療技術分野においてもより困難な状況下

での高精度の流量計測技術が求められている。当科で

は、これらの広範な分野で必要な流量の標準を開発し、

その供給体制の整備を進める。既に気体小流量、気体

中流量、液体大流量、液体中流量、液体小流量、石油

大流量、石油中流量、気体中流速、微風速では JCSS
が整備されており、また、石油小流量並びに体積に対

しては依頼試験による標準供給を行っている。平成24

年度は石油小流量と石油中流量での流量範囲及び粘度

範囲を拡大した。また、気体流速に関しては、気体大

流量の標準整備を進めている。 

 さらに、計量法に基づき法定計量業務を適切に遂行

すると共に、国際計量システムの構築に貢献する。 

研究テーマ：テーマ題目16、テーマ題目17、テーマ題目

18 

 

材料物性科 

（Metrology Institute of Japan, Material Properties 
  Division） 

研究科長：榎原 研正 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 信頼性の高い材料物性データの提供を目的として、

エネルギー、環境、石油化学等の分野で求められる密

度、粘度、屈折率等の計測・校正技術と標準、及びエ

ネルギー、エレクトロニクス、素材産業等の分野で求

められる固体熱物性の計測・校正技術と標準・標準物

質の開発・供給を行う。開発された熱物性計測技術と

標準物質を礎として得られる信頼性の高い熱物性デー

タを分散型熱物性データベースに収録し、インターネ

ットを介して広く供給する。また、国際単位系改定に

向けて、基礎物理定数に関わる高精度データの取得と

国際度量衡委員会を中心とする国際協力活動を推進す

る。 

研究テーマ：テーマ題目19、テーマ題目20 

 

電磁気計測科 

（Metrology Institute of Japan, Electricity and 
  Magnetism Division） 

研究科長：大嶋 新一 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 我が国の電気電子情報産業を含む広い産業界に電気

標準（直流・低周波）を供給するために、標準の維持、

供給、研究開発を行っている。特に、直流電圧標準、

直流抵抗標準、キャパシタンス標準、インダクタンス

標準、交流抵抗標準、誘導分圧器標準、変流器標準、

高調波電圧電流標準、交直（AC/DC）変換標準、交

流シャント標準、電流標準等の研究開発と供給を行っ

ている。 

研究テーマ：テーマ題目21、テーマ題目22 

 

電磁波計測科 

（Metrology Institute of Japan, Electromagnetic 
 Waves Division） 

研究科長：島田 洋蔵 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 高周波・電磁界標準の電波領域の電磁波を対象とし、

高周波電力、減衰量、インピーダンス、雑音、各種ア

ンテナ、電界・磁界等の標準に関し、精密計測と校正

技術の研究・開発を進め、標準供給システムの構築と

供給体制の維持、校正業務により標準供給を行った。

標準開発の進展は、伝送線路を伝搬する電磁波の標準

については、ミリ波帯高周波インピーダンス標準およ

び導波管高周波減衰量標準に関し新規に標準供給を開

始した。高周波電力標準では110GHz までの周波数帯

の一次標準器の開発を行った。電波に関連する空間量

の標準としては、開発を周波数帯とアンテナの種類に

より分担して進め、新たに75 GHz～110 GHz ミリ波

帯ホーンアンテナ利得標準を開発した。微小アンテナ

係数（ループアンテナ標準）に関し、周波数校正点拡

張の開発を完了した。さらに50 Hz 並びに60 Hz に

おける100 A/m（125.7 µT）の磁界強度に関する拡

張を行い、依頼試験による供給を開始した。国際計量

標準に関連し、CCEM および APMP 国際比較を推進

するとともに、高周波誘電率のパイロットスタディの

ための準備を進めた。また、高周波・電磁界標準とそ

の校正技術の開発に伴う知見を基に、オープンラボや

計測クラブなどを通じて産業界への成果普及を実施し

た。 

研究テーマ：テーマ題目23、テーマ題目24 

 

光放射計測科 

（Metrology Institute of Japan, Photometry and 
Radiometry Division） 

研究科長：座間 達也 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 光関連産業の発展に欠かせない技術基盤であるレ

ーザ標準及び測光・放射標準の研究・開発を通じて、

各種基本量の精密評価技術や校正技術を確立すると

共に、当該技術の拡張・高度化を進める。また、ト
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レーサビリティ整備・推進に寄与する。今年度は、

空間系レーザに対する応答非直線性校正技術、光フ

ァイバ系レーザに対する応答非直線性校正・波長依存

性評価技術、単一光子検出器検出効率校正技術、高強

度 LED に対する全光束校正技術、紫外域での分光拡

散反射率校正技術を確立し、これらに関する標準の供

給を開始した。併せて、二次元検出器校正、高出力レ

ーザダイオードのレーザパワー校正、分光全放射束校

正、赤外域分光拡散反射率校正等に関する開発を進

めた。国際比較については、全光束（CCPR-K4）、

光度（APMP、CCPR-K3.a リンク）、可視域レーザ

パワー（APMP.PR-S5）に関して幹事研究所として

実施を主導した。LED 光源等の試験方法・試験所認

定等に関わる国内・国際活動に協力した。 
研究テーマ：テーマ題目25、テーマ題目26 
 

量子放射科 

（Metrology Institute of Japan, Quantum Radiation 
  Division） 

研究科長：齋藤 則生 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 放射線、放射能および中性子標準は、放射線防護、

医療、産業、先端科学にとって非常に重要であり、ニ

ーズに対応した標準の開発・維持・供給に努めている。

特に震災以後、放射線・放射能に対するニーズは高く、

環境レベル放射能標準の開発、線量当量標準の開発、

セミナー開催などを積極的に進めた。震災で大きな被

害を受けた中性子標準を復旧させ、MRA 対応の国際

基幹比較、標準の立ち上げおよび高度化等の研究開発

を行った。医療分野では、I-125密封小線源の線量標

準の供給を開始し、マンモグラフィ X 線標準の範囲

拡大、医療用リニアックの高エネルギー光子線標準の

開発を行った。一方、放射性ガス標準の研究開発を行

うとともに、パルス中性子源の開発に成功し、重水減

速 Cf-252中性子フルエンス標準の開発も継続した。 

研究テーマ：テーマ題目27、テーマ題目28 

 

無機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Inorganic Analytical 
 Chemistry Division） 

研究科長：日置 昭治 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 標準物質は研究開発・生活の安全安心および産業発

展を支える知的基盤として、その加速的整備が国策の

もとに推進されている。当科では JCSS の基準物質

となる新規無機標準物質、RoHS 指令規制対応標準物

質など工業材料標準物質、微量元素・ひ素化合物・メ

チル水銀分析用の環境・食品関連組成標準物質を開発

して、化学分析あるいは化学計量を支える標準を供給

するとともに、併せて、関連する CCQM、APMP 国

際比較に参加している。また、電量滴定法等の基本分

析手法の高度化、同位体希釈質量分析法などの高感度

元素分析法の高精度化を行い標準物質の値付け、環

境・生体計測の高度化等に使用するとともに、我が国

の分析技術向上の支援、産業の高度化及び科学技術の

テクノインフラに寄与している。 

研究テーマ：テーマ題目29、テーマ題目30、テーマ題目

31 

 

有機分析科 

（Metrology Institute of Japan, Organic Analytical 
  Chemistry Division） 

研究科長：高津 章子 

（つくば中央第3） 

概 要： 

 種々の物質の濃度計測の信頼性確保のために、各種

標準ガス、有機汚染物質などの有機標準物質（標準液、

組成標準物質）、生体関連物質などのバイオ関連標準

物質を、環境、食品、臨床検査分野をはじめとする社

会ニーズに即して供給して行くことを目標として、新

規標準物質の開発と、基盤となる分析技術の開発・整

備・高精度化などに取り組んだ。標準物質の国際整合

化の観点から、国際比較等に積極的に参加し、ISO
ガイド34に基づく品質システムの整備を行った。これ

らの活動を通して、計量標準の国際相互承認において、

標準物質値付け能力（ CMC ）を国際相互承認

（MRA）の付属文書（Appendix C）へ登録し、国際

的にも高いレベルでの当該分野の標準物質の整備を目

指した。すでに供給を行っている標準物質については、

安定性のモニタリングを行うなどして、適切に維持し

た。 

研究テーマ：テーマ題目32、テーマ題目33、テーマ題目

34 

 

ナノ材料計測科 

（Metrology Institute of Japan, Nanomaterials 
  Characterization Division） 

研究科長：藤本 俊幸 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 薄膜・超格子、ナノ空孔、微粒子等の先端材料系に

おける国際単位系へのトレーサビリティを確保した質

の高い標準を開発・維持・供給する。このため、高度

な計測・評価技術の開発にも注力するとともに、国際

的な度量衡関連組織における標準へのトレーサビリテ

ィ活動、ISO/JIS 等の標準化活動に積極的に対応する。 

ナノメートルスケールの薄膜、空孔、粒子等の標準を

開発、供給するとともに、X 線反射率法による精密評
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価技術、透過電子顕微鏡による3次元計測の自動化、

光電子分光および X 線吸収分光の基礎技術、

MALDI-TOFMS の定量法、流動場分離法を用いた微

粒子分級技術、2次イオン質量分析技術等において基

礎データを蓄積した。 

研究テーマ：テーマ題目35、テーマ題目36、テーマ題目

37 

 

計量標準システム科 

（Metrology Institute of Japan, Measurement 
  standards system division） 

研究科長：加藤 健次 

（つくば中央第3） 

概 要： 

計量標準システム科では、計測分野におけるトレー

サビリティの供給および供給方法の高度化を科全体の

目標としている。化学分野においては、最上位の標準

物質開発・供給・校正サービスを行うとともに計量ト

レーサビリティ体系の高度化・合理化のための研究を

行う。また、ソフトウェアを含む計量情報システムの

適合性評価のための研究、計測・計量における情報提

供等を行う。 

具体的には、主に有機分析化学に関する研究とその

成果をベースに、有機標準基盤研究室では、ニーズに

対応した質の高い、環境、食品、臨床化学に関連する

有機標準物質の供給、化学計量システム研究室では、

定量 NMR（核磁気共鳴）法などを中心とした環境及

び食品分野の多数の化学物質に対する校正サービスを

行っている。また、計量標準基盤研究室は、高分子グ

ループと計量情報システム研究グループからなり、高

分子グループでは、高分子分析用の標準物質の開発供

給を主体に研究開発を行っており、RoHS 指令に対応

する添加剤分析用標準物質と MALDI-TOFMS や固

体 NMR による新規定量法の開発を行っている。一方、

計量情報システム研究グループでは、計量器ソフトウ

ェアの評価技術、及び技能試験を利用したソフトウェ

アの適合性評価基準作成の研究を行っている。さらに

スペクトルデータベースの運営業務も行っており、化

学物質のデータベース、ソフトウェア認証等の広い意

味でのトレーサビリティの供給活動においても、国立

計量研究所として貢献できるよう努めている。グロー

バル MRA に基づく国際的な同等性の確認に必要な国

際比較等の活動にも積極的に参加し、標準物質に関連

する校正測定能力の国際度量衡局のデータベース

（KCDB、appendix-c）への登録を行っている。 

研究テーマ：テーマ題目38、テーマ題目39、テーマ題目

40、テーマ題目41、テーマ題目42 

 

法定計量技術科 

（Metrology Institute of Japan, Legal Metrology 

 Division） 

研究科長：山口 詩希鬼 

（つくば中央第3） 

概 要： 

1）経済産業大臣から委任される計量法に基づく型式

承認の審査及び試験並びに基準器検査（力学計測科、

流量計測科及び計量標準技術科で実施されるものを

除く）を適切に実施する。 

2）特定計量器の型式承認では、要素型式承認の導入

や試験所認定制度の活用による外部試験制度の導入

を踏まえた調査研究を行い、制度の合理化を図る。 

3）計量法に規定する特定計量器の検定・検査に係る

技術基準の JIS 引用を行うため、特定計量器 JIS
原案の作成を行う。 

4）検定・検査業務を機能的に運用するためのガイド

ライン（技術的補完文書）の策定を行う。 

5）我が国の法定計量システム整備計画案を策定し、

経済産業省に対して企画・立案の支援を行う。 

6）型式承認実施機関として、ISO/IEC 17025及びガ

イド65に適合した品質システムにより認証・試験業

務を実施し、透明性を保する。 

7）国際法定計量機関（OIML）が推奨する、試験・

検定に使用する標準設備に対するトレーサビリティ

を確立するための制度について調査研究を行う。 

8）OIML 適合証明書発行、二国間相互承認及び

OIML MAA を推進し、国内計量器産業の国際活動

に貢献する。 
9）OIML の TC 活動に積極的に参加し、国際勧告の

策定に貢献する。 

10）アジア太平洋法定計量フォーラム（APLMF）に

対する支援を行う。 

11）法定計量クラブを活用した技術情報の提供、情報

交換及びニーズ調査を行い、円滑な法定計量業務の

実施に寄与する。 

 

計量標準技術科 

（Metrology Institute of Japan, Dissemination 
 Technology Division Dissemination Technology 
 Division） 
研究科長：小谷野 泰宏 

（関西センター） 

概 要： 

 当科の主要業務は、経済産業大臣から委任された計

量法に基づく法定計量業務の適切な遂行である。法定

計量業務は、国内の様々な分野における商取引及び客

観的かつ適正な計量証明行為に不可欠な業務であり、

具体的には、型式承認、型式承認試験、基準器検査、

検定、比較検査である。 

これらの業務の他、リングゲージ、プラグゲージ、

球、ガラス製体積計、ガラス製温度計、密度浮ひょう
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の標準供給及び校正技術の開発と改善、校正における

不確かさの低減を目標とし、それらの標準供給体制の

維持を行い、信頼性のある校正結果を提供することに

より、産業界のトレーサビリティ体系の構築に寄与す

る。並びに、国際比較、OIML 等の国際活動に貢献

する。 

研究テーマ：テーマ題目43、テーマ題目44、テーマ題目

45 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目1］時間・周波数標準の高度化に関する研

究 
［研究代表者］池上 健 

（時間周波数科 時間標準研究室長） 

［研究担当者］池上 健、萩本 憲、柳町 真也、 

高見澤 昭文、田邊 健彦 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 原子泉方式一次周波数標準器においては、2011年3月

に発生した大震災により不具合が生じたマイクロ波共振

器の再製作を行った。不確かさ低減のために開発中の2

号機においては、マイクロ波合成系や光学系の整備、な

らびにマイクロ波相互作用領域の磁気シールドの再製作

により、原子泉を運転可能にした。そして、一次標準器

として完成させるうえで重要なマイルストーンであるラ

ムゼーフリンジの観測、周波数安定度の評価、およびマ

イクロ波相互作用領域の磁場測定などを行った。 

 また、低温サファイア発振器においては、液体ヘリウ

ムの消費量を減らし連続運転を可能とするために、クラ

イオスタットを改造して冷凍機で維持できる構造とし、

1秒の平均時間で3×10-15より良い周波数安定度を得るこ

とが出来た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］時間周波数、原子時計、セシウム一次周

波数標準器、原子泉、低温サファイアマ

イクロ波発振器、位相雑音 

 

［テーマ題目2］光周波数（波長）標準の開発と光周波

数計測技術の研究 

［研究代表者］洪 鋒雷（時間周波数科 波長標準研究

室長（兼務）） 

［研究担当者］洪 鋒雷、稲場 肇、保坂 一元、 

平野 育、安田 正美、赤松 大輔、 

大久保 章、大苗 敦、鈴木 淳太、 

岩國 加奈（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の周波数標準を目指した光周波数標準について 

は、171Yb フェルミ同位体を用いた光格子時計の改良を

施し、時計の周波数の測定精度を大幅に改良することに

成功した。今回改良を加えた光格子時計で測定されたイ

ッテルビウムの周波数の値は、518,295,836,590,863.1 

Hz で、誤差が2.0 Hz であった。Yb 光格子時計が国際

度量衡委員会において「秒の二次表現」（秒の新定義の

候補）として採択された。Sr 光格子時計の開発におい

ては、87Sr 原子集団を光格子へ導入することができ、原

子数の最適化も行った。また、狭線幅時計遷移レーザを

実現させ、Hz オーダーの原子スペクトルを観測するこ

とができた。さらに、観測された原子スペクトルを利用

した光格子時計の周波数安定化に成功し、安定度の評価

を行った。光周波数コムに関しては、1) jcss などの校

正サービス、2) 高速制御型光周波数コムによる超高安

定な光コムの実現、3) Yb 及び Sr 光格子時計の時計遷

移レーザへの線幅転送、などの成果が得られた。長さの

特定標準器である「光周波数コム装置」については、

jcss 校正1件、依頼試験4件及び所内校正1件を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定、ヨウ素安定化 He-Ne レーザ、ヨウ

素安定化 Nd:YAG レーザ、光通信帯 

 

［テーマ題目3］時系・時刻比較の高度化に関する研究 

［研究代表者］雨宮 正樹（時間周波数科 周波数シス

テム研究室長） 

［研究担当者］雨宮 正樹、渡部 謙一、鈴山 智也、

和田 雅人、奥田 敦子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 日本の時間周波数国家標準である UTC（NMIJ）を

高度化するとともに時間周波数比較精度を向上させ、標

準供給を実施することが本テーマの課題である。平成24

年度は、故障水素メーザの更新、計測システムの高精度

化など目標どおり実施した。その結果、高安定に UTC
（NMIJ)を発生し運用することができた。この時系を

用いて高精度な周波数校正サービスを提供し、光格子時

計の絶対周波数測定（波長標準研究室）にも寄与した。

また標準供給においては、遠隔校正の不確かさ算出法の

見直し、校正マニュアルの更新を行い、品質システムを

向上させた。光ファイバを用いたマイクロ波の供給シス

テムの検討結果は、粒子加速器に応用が検討されるまで

になった。さらに光キャリア方式による超高精度比較の

基本検討を実施した。時刻比較関連では衛星双方向、

GNSS、ACES プロジェクト、VLBI など多彩な技術に

取組み、関連機関と検討を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］時間周波数標準、時系、標準供給、 

GPS、衛星双方向時間周波数比較、遠

隔校正 
 

［テーマ題目4］光波干渉による長さ標準の開発に関す

る研究 

［研究代表者］尾藤 洋一 
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（長さ計測科 長さ標準研究室長） 

［研究担当者］尾藤 洋一、平井 亜紀子、寺田 聡一、 

鍜島 麻理子、堀 泰明、美濃島 薫,

吉森 秀明、向井 誠二 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 短尺ブロックゲージ、長尺ブロックゲージ、標準尺、

光波距離計などに関して、標準供給と高度化を実施した。

JCSS 制度への協力として、認定・更新審査における技

術アドバイザーの派遣、技術的根拠のための依頼校正

（参照値の付与）を行った。ブロックゲージに関しては、

途上国からの依頼を受け国際比較の幹事国を務めるとと

もに、新規素材の評価を推進した。固体屈折率について

は、従来の He-Ne レーザ波長に加え、ランプ光源波長

に対する依頼校正サービスを開始し、供給範囲を拡大し

た。メートル原器の重要文化財指定に伴う新たな管理方

法・体制の構築に貢献した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ブロックゲージ、段差高さ、標準尺、距

離計、干渉測長器、固体屈折率、長さ標

準 

 

［テーマ題目5］幾何学量の高精度化に関する研究 

［研究代表者］権太 聡 

（長さ計測科 幾何標準研究室長） 

［研究担当者］権太 聡、阿部 誠、日比野 謙一、 

渡部 司、土井 琢磨、藤本 弘之、 

直井 一也、三隅 伊知子、佐藤 理、

佐藤 浩志、菅原 健太郎、近藤 余範、

尾藤 洋一、大澤 尊光、福島 博之、

堀口 美央、増田 眞文、木下 和人、

呂 明子、植木 薫 

（常勤職員13名、他7名） 

［研 究 内 容 ］ 

 震災復旧に伴い停止していた校正設備及びシステムの

性能検証を行い、一部の校正不確かさを改訂しつつほぼ

全ての校正サービスを再開した。ステップゲージ、ボー

ルバー、ボールプレート、ホールプレートの校正対象の

サイズを拡大した。JCSS 校正「ロータリエンコーダ」

を2件行った。依頼試験校正について、「CMM による幾

何形状測定」22件、「ステップゲージ」2件、「ボールプ

レート・ホールプレート」：3件、「ロータリエンコー

ダ」：1件、「多面鏡」：1件、「オートコリメータ」：2件、

「一次元グレーティング」：1件、「平面度」：8件の計34

件を実施した。これまで標準供給を宣言した22項目に対

して円滑に標準供給できるように設備及び測定環境を整

備した。JCSS 認定制度への協力として、認定・更新審

査における技術アドバイザーの派遣を行った。また、工

業標準化への協力として、ISO 化、JIS 化、JIS 改正作

業における国際エキスパート、国内委員会幹事補佐・委

員等の派遣を行った。真円度についてはアジア地域の国

際比較の共同幹事国として国際比較を円滑に進めた。線

幅（パターン寸法）、大面積平面度については、標準供

給の立ち上げや国際比較に向けた技術開発を進めた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］幾何寸法・幾何形状、微小寸法・微細形

状、角度標準、表面性状 

 

［テーマ題目6］質量力関連標準の開発と供給 
［研究代表者］上田 和永 

（力学計測科 質量力標準研究室長） 

［研究担当者］上田 和永、孫 建新、植木 正明、 

大串 浩司、水島 茂喜、林 敏行、 

前島 弘、西野 敦洋（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 
 質量標準に関しては、東日本大震災で被災した質量比

較器の修理・更新をすべて完了させると共に、開発した

気密容器法により標準分銅の分量校正を高精度化した。

力標準に関しては、着実に標準供給を行うと共に、当所

で開発した力計校正の不確かさ評価方法を反映させた

ISO 規格に基づく JIS B 7728規格の改正に貢献した。

トルク標準に関しては、大容量20 kN･m トルク標準機

の修理を完了させ校正サービスを再開した。並行して、

小容量10 N･m トルク標準機を計画より前倒しして開発

し、小容量トルクメータの校正サービスを開始すること

が出来た。また、トルク標準の範囲拡大部分も含めて、

質量・力・トルクの標準についてピアレビューを完了さ

せ、品質システムの第三者認証を維持した。重力加速度

標準に関しては、国土地理院などとの定期的な共同観測

に参加し、重力加速度計測の国際整合性確保に協力した。

このほか JCSS トレーサビリティ制度に関しては、質

量・力・トルクの各技術分科会に参加し技術基準の作成

や改定並びに技術的諸問題の解決に協力すると共に、校

正事業者の登録審査や定期検査で技術アドバイザーを務

めるなど JCSS 認定機関に協力した。特に今年度は、

大質量分銅と力計の2つの技能試験プログラムの運営で

も技術支援を行い、貢献した。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］質量、力、トルク、重力加速度 
 
［テーマ題目7］圧力真空標準の開発と供給 

［研究代表者］藤井 賢一 

（力学計測科 圧力真空標準研究室長） 

［研究担当者］藤井 賢一、吉田 肇、杉沼 茂実、 

新井 健太、小島 桃子、梶川 宏明、

飯泉 英昭（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 
 校正事業者登録制度（JCSS）における圧力標準、真

空標準、リーク標準についての特定二次標準器の校正と

依頼試験による校正を進めると共に、各標準の整備と校
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正技術の高度化を進めた。国際比較については、国際度

量衡委員会（CIPM）質量関連量諮問委員会（CCM）

の基幹比較及びアジア太平洋計量計画（APMP）の基幹

比較を進め、液体高圧力標準、真空標準、高真空標準、

リーク標準などの基幹比較を幹事所あるいは参加機関と

して推進し、国際同等性を確保した。新たな研究開発に

ついては、グリーン・イノベーションの実現を支える計

量標準として水素ステーションなどにける圧力計測の信

頼性を確保するために100 MPa までの気体高圧力標準

の開発に着手し、液体潤滑法による気体圧力校正装置な

どを整備した。その他に昨年度からの継続テーマである

気体低圧力標準・液体高圧力標準の開発、中真空発生方

法・分圧発生方法・リーク発生方法についても開発を進

めた。リーク標準については He、N2、R134a について

の依頼試験による標準供給を開始し、フロン規制のため

の評価技術の開発に貢献した。JCSS については、圧力

の技術分科会における検討事項の提案、技術的要求事項

適用指針改訂へ協力、校正事業者の登録審査や定期検査

における技術アドバイザーとしての審査への協力、圧

力・真空の技能試験への参照値の提供に係わる協力を行

った。技術基準の作成に関しては、「JIS B 7610重錘形

圧力天びん」「JIS Z 0029真空計の校正値の不確かさ評

価」、「JIS Z 2330非破壊試験－漏れ試験方法の種類と選

択」、「JIS Z 2332圧力変化漏れ試験方法」の原案作成に

協力した。また、隔膜真空計と熱陰極電離真空計の国内

外規格の作成に協力した。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］圧力標準、真空標準、重錘形圧力天びん、

高精度圧力計、真空計、リーク標準、分

圧標準 
 
［テーマ題目8］質量計の試験検査 

［研究代表者］根本 一 
（力学計測科 質量計試験技術室長） 

［研究担当者］根本 一、田 健一、大谷 怜志、 
高橋 豊（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 質量計に関する法定計量業務（特定計量器の基準適合

性評価：型式承認試験及び基準器検査）を計量法の技術

基準に基づき実施した。また、OIML 条約に基づく国

際勧告（OIML-MAA）に従い、非自動はかり及び質量

計用ロードセルの性能評価試験を実施し、テストレポー

トの発行をすると共に試験・検査の信頼性の確保するた

め ASNITE 試験事業者定期検査を受け、認定された。 
 これらの業務を行う上において整備した品質管理を基

に、非自動はかりの性能評価試験を円滑かつ効率的に行

うためのモジュール試験（非自動はかりの指示計及びロ

ードセル）を実施した。また、試験に使用する設備の整

備及び OIML 勧告に従った試験において、品質マネジ

メントシステム ISO/IEC17025に基づき機器管理を実施

した。 
 国際法定計量に関し、国際法定計量調査研究委員会、

作業委員会へ積極的に参加・協力し、常に国際基準・規

格に対応するように技術能力の確保に努めた。また、包

装商品に関する OIML TC6の国際会議にも参加・協力

した。その他、JIS 規格の調査研究委員会にも参加・協

力し、産業界との連携を図った。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］法定計量、型式承認、非自動はかり、 

OIML、基準器検査、天びん、分銅、 
NMIJ クラブ、法定計量クラブ 

 

［テーマ題目9］音響・超音波標準の維持、供給及び開

発 

［研究代表者］菊池 恒男（音響振動科長 音響超音波

標準研究室長（兼務）） 

［研究担当者］菊池 恒男、堀内 竜三、高橋 弘宜、

山田 桂輔、米嶌 和香子、松田 洋一、

吉岡 正裕、内田 武吉 
（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度には、一部残っていた東日本大震災による

被害からの復旧も完了し、震災前の水準で業務を推進し

た。 

 音響関連では、音響測定器の jcss 等校正サービスに

ついて、ASNITE-NMI 認定審査および Peer Review 審

査を受審した。品質システムの継続的運用の下、jcss7
件、騒音基準器検査21件を実施した。また6件の依頼試

験を実施し、製品評価技術基盤機構が実施する技能試験

における仲介器の参照値を付与した。さらに JCSS 登

録申請事業者に対し、1件の登録審査を行った。国際的

にはⅠ形標準マイクロホンの音圧感度基幹比較

CCAUV.A-K5に参加し、仲介器を校正した。新規の音

響標準開発に関して、音響校正器の校正周波数を31.5 

Hz から16 kHz までの範囲に拡張した。また騒音源の

定量的評価に不可欠な音響パワーレベル標準を確立する

ため、基準音源の校正装置の開発を継続し、校正装置の

性能評価に着手した。さらに既存の校正サービスの高度

化研究として、空中超音波領域（20 kHz 以上）で用い

るマイクロホンの感度に、校正で使用するプリアンプの

シールド方法の違いが及ぼす影響について検討した。 

 超音波関連では、天秤法による超音波パワー校正装置

の復旧に努め、超音波パワー標準を震災前と同等の水準

で再開した。光干渉法によるハイドロホン感度校正の一

次校正、同比較校正、超音波音場パラメータ校正の各標

準を維持し、依頼試験を継続した。24年度には、超音波

パワー校正は7件、ハイドロホン感度校正は28件、超音

波音場パラメータについては1件の依頼試験を実施した。

また、医用超音波機器の性能、安全性評価や産業応用の

ニーズに応えるため校正範囲の拡張を進めた。超音波治
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療器や超音波洗浄機で求められる、高出力超音波パワー

標準の確立のために、カロリメトリ法の妥当性を実証し

た。超音波診断におけるエコー画像分解能向上のニーズ

に対応するため、ハイドロホン感度校正の周波数上限を

40 MHz に拡張するための研究開発を継続した。半径1 

mm の小口径平面振動子を用いて5 cm の伝搬距離で40 

MHz の平面波超音波を実現し、この音場を用いてメン

ブレンハイドロホン感度を測定した。20 MHz までの

測定結果と現在の一次標準による校正値の差は3 %以内

であった。広帯域医用超音波やソノケミストリで要求さ

れる低周波数領域のハイドロホン感度校正についても、

相互校正法を用いた100 kHz～1 MHz 帯の校正装置に

よる校正結果の妥当性を実証した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］音圧レベル、標準マイクロホン、空中超

音波、超低周波音、音響パワーレベル、

超音波パワー、超音波振動子、超音波音

圧、ハイドロホン、超音波音場パラメー

タ 

 

［テーマ題目10］振動衝撃加速度・硬さ標準の維持、供

給及び開発 
［研究代表者］大田 明博 

（音響振動科 強度振動標準研究室長） 

［研究担当者］大田 明博、野里 英明、清野 豊、 

高木 智史、穀山 渉、服部 浩一郎、

石神 民雄、山口 幸夫 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 振動測定は航空宇宙、自動車、建設、プラント、地震

等、広範囲で行われ、その測定に用いられる振動加速度

計は安価で大量の加速度計測を行うのに必要不可欠であ

る。振動加速度計の校正サービス（jcss 校正及び依頼試

験（特殊）;加速度振幅 0.03 m/s2～200 m/s2、振動数

範囲 0.1 Hz～10 kHz、及び、依頼試験（一般）;ピー

ク加速度200 m/s2～5000 m/s2）は、レーザ干渉計と加

振器で構成された校正装置によって行われ、品質システ

ムに則り維持・管理されている。平成24年度の活動とし

ては、校正サービス供給済み範囲に関して品質システム

に即した維持・管理を実施し、jcss 校正1件、依頼試験

（一般）2件、依頼試験（特殊）3件を実施した。ピアレ

ビューおよび ASNITE による認定審査（更新）に対応

した。幹事所としての国際比較（APMP.AUV.V-K1.1 

振動数範囲：40 Hz～5 kHz、継続中）を実施し、

JCSS 制度における技能試験（振動数範囲：0.1 Hz～
10 kHz、継続中）の実施及び技術アドバイザー業務に

協力した。また、衝撃加速度標準の電荷感度供給を目指

し、電荷増幅器の周波数応答の評価装置を作製し、周波

数応答と一致するデジタルフィルタ係数を評価した。角

振動標準については、試作校正装置の性能評価を行った。 

硬さ試験は機械部品等の強度特性を簡便に評価できる

工業試験法であり、鉄鋼・自動車・航空を始め、幅広い

産業分野で利用されている。平成24年度の活動としては、

硬さの国家標準として供給しているロックウェル硬さと

ビッカース硬さに関して、品質システムに即した維持・

管理を実施し、jcss 校正4件、依頼試験（特殊）2件を実

施した。また、硬さ校正事業者の認定にかかわる技術ア

ドバイザー業務を行った。 

シャルピー衝撃試験は破壊強度（特に遷移温度）を測

定する材料試験法として、産業界で広く用いられている

ものである。金属材料のシャルピー衝撃試験の標準は当

研究室で維持されており、依頼試験を通じて産業界に供

給されている。平成24年度は、標準値維持のための比較

測定を行い標準機3台の整合性確認を行い、JIS B7740

基準試験機の依頼試験を1件実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］振動加速度、衝撃加速度、地震計、振動

試験、レーザ干渉計、金属材料、材料試

験、ロックウェル硬さ、ビッカース硬さ、

極微小硬さ、ナノインデンテーション、

衝撃値、シャルピー衝撃試験、吸収エネ

ルギー、遷移温度、脆性、材料試験 

 

［テーマ題目11］抵抗温度計標準の維持供給及び高度化

効率化 

［研究代表者］山澤 一彰 

（温度湿度科 高温標準研究室長） 

［研究担当者］山澤 一彰、丹波 純、 

Januarius V. Widiatmo、佐藤 公一、 
原田 克彦、三澤 哲郎、安曽 清 
（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 供給中の抵抗温度計の温度範囲-40 ℃～420 ℃につい

ては特定副標準器等の、660 ℃アルミニウム点において

は特定二次標準器の校正を行った。-40 ℃～420 ℃まで

の国際基幹比較（CCT-K9）に参加し、幹事機関（米国

NIST）より仲介器物の帰路輸送とその後の測定を行っ

た。豪州との銀凝固点の2国間国際基幹比較の測定を行

った。熱力学温度計である音響気体温度計（Acoustic 
Gas Thermometer）の装置開発に着手した。JCSS 認

定制度を支援するため、技術アドバイザーの派遣を行っ

た。計量技術の普及、向上のため計量教習に講師派遣を

行った。企業と共同でバイオ分野での温度測定に応用可

能な新規の白金抵抗温度センサの開発を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準、温度、抵抗温度計、温度定点、校

正技術 

 

［テーマ題目12］熱電対標準の技術開発 
［研究代表者］山澤 一彰 
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（温度湿度科 高温標準研究室長） 

［研究担当者］山澤 一彰、井土 正也、小倉 秀樹、

増山 茂治、黄 毅 

（常勤職員3名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 熱電対校正用温度定点の銀点（ 962 ℃）、銅点

（1085 ℃）、パラジウム点（1554 ℃）において特定二

次標準器の jcss 校正を行い、コバルト－炭素（Co-C）

共晶点（1324 ℃）においては依頼試験による校正を行

った。パラジウム－炭素（Pd-C）共晶点（1492 ℃）実

現装置の不確かさ評価を進めるとともに、不均質評価装

置を用いて、白金/パラジウム（Pt/Pd）熱電対および

R 熱電対のドリフトや不均質などの特性を評価した。ル

テニウム-炭素共晶点（1953 ℃）実現装置を作製し、タ

ングステン-レニウム（W-Re）熱電対である Type C 熱

電対の安定性評価を行った。R 熱電対の0 ℃～1100 ℃

での補間特性を評価した。金/白金（Au/Pt）熱電対国

際比較（APMP.T-S5）の報告書の執筆に参加するとと

もに、Co-C 共晶点の国際比較（APMP.T-S7）の測定デ

ータの解析を行った。海外の標準研（SP、NMIA）と、

熱電対校正用 Co-C 共晶点、Pd-C 共晶点の共同研究を

進めるとともに、国内外の産業界への温度標準の普及活

動を行った。技術アドバイザーとして JCSS 認定制度

を支援した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］標準、温度、熱電対、共晶点、校正技術 
 

［テーマ題目13］低温度標準の研究開発と維持・供給 

［研究代表者］田村 收 

（温度湿度科 低温標準研究室長） 

［研究担当者］田村 收、中野 享、島﨑 毅、 

中川 久司、鷹巣 幸子 

（常勤職員4名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 アルゴンの三重点（84 K）で特定二次標準器（ロン

グステム型白金抵抗温度計）の校正を行った。14 K～

30℃のカプセル型白金抵抗温度計の標準供給については、

震災後に校正が再開された54 K までの温度領域の標準

供給を行った。また24 K までの標準供給を再開した。

0.65 K～24 K のロジウム鉄抵抗温度計の標準供給の校

正対象を白金コバルト抵抗温度計へ拡大するための校正

装置の改修、改造を継続した。ネオンの三重点（24 

K）の同位体依存性測定の国際比較及び CCT-K1.1

（0.65 K～24 K）の基幹比較を継続した。国際基幹比

較 CCT-K9に参加し、その中の比較対象であるアルゴン

の三重点（84 K）での測定を行った。既に開始されて

いた APMP.T-K3.2（84 K）は、CCT-K9のアルゴンの

三重点と同一であるため中止となった。0.9 mK～1 K
の低温度目盛（PLTS-2000）実現のため、希釈冷凍機

と定義計器のヘリウム3融解圧温度計を開発し、4.0 

mK まで稼働試験を行った。更に低温を生成する核断熱

消磁冷凍機の主要部分を製作した。 
［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］1990年国際温度目盛、PLTS-2000、 

熱力学温度、白金抵抗温度計、気体温度

計、温度定点、蒸気圧温度計 

 

［テーマ題目14］放射温度標準の研究開発と供給 

［研究代表者］石井 順太郎 

（温度湿度科 放射温度標準研究室長） 

［研究担当者］石井 順太郎、山田 善郎、笹嶋 尚彦、

清水 祐公子、福崎 知子、山口 祐、

金子 由香、王 云芬、皆広 潔美、 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高温域においては、特定副標準器の単色放射温度計、

定点黒体（亜鉛）の校正をはじめ、JCSS 技能試験用参

照値校正、海外標準研究所（タイ）の標準器（単色放射

温度計、定点黒体炉（銅）の依頼試験校正等を実施した。

新たな特定標準器としての利用を目的として、小型定点

黒体炉を開発し性能評価を実施した。金属－炭素系高温

定点については、Cu、Pd-C、Pt-C、Re-C 点セルの依

頼試験校正を実施するとともに、高温熱電対評価を目的

として Ru-C 共晶点セルの ITS-90温度値の同定を行っ

た。中温域（160 ℃～420 ℃）においては、160 ℃～

960 ℃の温度域における1.6 µm 単色放射温度計の定点

校正の依頼試験を新たに開始した。常温域においては、

常温域黒体炉、赤外放射温度計の依頼試験校正を行うと

ともに、赤外熱画像装置の校正試験用平面黒体炉システ

ムの一次試作を行った。熱力学温度測定技術に関し、絶

対分光感応答度評価技術の高度化に取り組んだ。これら

と併せ、-30 ℃～2800 ℃の標準供給サービスについて、

ピアレビューを受審した。JCSS 制度の運営に関し、非

接触温度計分野の技術アドバイザー等による支援を行っ

た。国際的には国際度量衡委員会のもとのワーキンググ

ループ活動として高温域温度目盛の実現方法に関するガ

イド（Mise en Pratique for the definition of the 
Kelvin in high temperature）の作成委員として文書作

成に参画するとともに、アジア太平洋地域の標準研究所

のピアレビュー、CMC レビュー作業等に貢献した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射温度標準、JCSS、依頼試験、放射

温度計、黒体炉、金属－炭素共晶、高温

定点 

 

［テーマ題目15］気体中水分の計測・制御技術に関する

研究開発 

［研究代表者］阿部 恒 

（温度湿度科 湿度標準研究室長） 

［研究担当者］阿部 恒、天野 みなみ、丹羽 民夫、 
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北野 寛、高橋 千晴 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体製造をはじめとする先端技術分野で必要とされ

る、気体中微量水分の標準発生技術の開発を進めている。

窒素ガスに対する微量水分標準は既に確立しているが、

これをさらに他のガス種へも展開するため、拡散管方式

に基づく微量水分発生装置の開発に着手し、2012年度は

希釈流量測定制御装置の試作と発生槽の設計を行った。

微量水分計メーカーの開発支援を目的として、新たな試

みとなる、微量水分計の応答試験サービスを開始した。

キャビティリングダウン分光法に基づく高感度微量水分

測定システムのプロトタイプを開発した。 

 湿度標準供給については範囲拡大と効率化の研究を進

めている。微量水分領域 12 nmol/mol (ppb)～ 1.2 

µmol/mol (ppm)、低湿度領域露点-70 ℃～-10 ℃、高

湿度領域露点-10 ℃～95 ℃の範囲で安定的な標準供給

を実施しており、2012年度の校正件数は19件だった。

JCSS 制度の運営支援のため、技術アドバイザーを派遣

した。APMP.T-K8（露点30 ℃～95 ℃）の幹事研究所

として活動している。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］湿度、微量水分、拡散管、高湿度、低湿

度、露点 

 

［テーマ題目16］気体流量・気体流速標準の研究開発・

維持・供給 

［研究代表者］石橋 雅裕 

（流量計測科 気体流量標準研究室長） 

［研究担当者］石橋 雅裕、栗原 昇、森岡 敏博、 

舩木 達也、櫻井 真佐江 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

気体小流量、気体中流量、微風速、気体中流量の各標

準の品質システムに関して定期ピアレビューが実施され、

標準システムの同等性が再確認された。これに加え、気

体中流量標準では、基幹国際比較 CCM-K6b（低圧気体

流量）に参加した。この国際比較のために使用予定であ

った閉ループ式流量計校正設備の震災復旧が完了してい

なかったため、臨時の配管を設置して損傷箇所をバイパ

スすることによりトランスファー標準の校正が行われ、

その結果をパイロットに送付した。新たに設定する水

素・都市ガス流量標準では、供給開始へ向けて実用標準

器の値付けを実施した。新たに設定する大流速標準では、

流量から流速に変換するノズルを作製し、閉ループ式流

量計校正設備により発生された正確な流量を基準とし、

変換ノズルから発生する噴流の流速分布の精密測定を開

始した。その他、特定標準器による校正、依頼試験、技

能試験用参照値の供給を行い、技術アドバイザーとして

製品評価技術基盤機構が行う校正事業者の認定審査に参

加し、気体用流量計の校正方法に関する JIS の改訂作

業も開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］気体流量・気体流速標準 

 

［テーマ題目17］液体流量体積標準の研究開発・維持・

供給 

［研究代表者］寺尾 吉哉 

（流量計測科 液体流量標準研究室長） 

［研究担当者］寺尾 吉哉、嶋田 隆司、土井原 良次、

古市 紀之、Cheong KarHooi、 

長島 豊、武田 一英、渡部 理夫、 

沼口 昌美、矢島 美代子、 

菱沼 裕子（常勤職員5名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 水流量については、従前と同じく0.005～3000 m3/h
の範囲で特定標準器による校正、0.002～12000 m3/h の

範囲で依頼試験を行った。石油流量標準については、液

種並びに流量範囲を拡張し、0.1～300 m3/h 並びに2.8

×10-3～11×10-3 kg/s の範囲に対して灯油及び軽油を使

用した特定標準器による校正並びに依頼試験を行い、

0.001～0.1 m3/h 並びに2.8×10-4～2.8×10-2 kg/s の範

囲に対して灯油及び軽油を使用した依頼試験を行った。

また、0.1～15 m3/h 並びに0.022～3.4kg/s の範囲に対

してスピンドル油を使用した依頼試験を開始した。さら

に、体積標準を維持した。また、技術アドバイザーとし

て製品評価技術基盤機構が行う校正事業者の認定審査に

参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］液体流量標準、石油流量標準、体積標準 

 

［テーマ題目18］特定計量器の適合性評価に関する研究

開発・試験検査 

［研究代表者］森中 泰章 

（流量計測科 流量計試験技術室長） 

［研究担当者］森中 泰章、伊藤 武、安藤 弘二、 

藤本 安亮、菅谷 美行、堤 寛子、 

宮澤 豊（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成23年度に引き続いて型式承認試験（23型式）及び

基準器検査（309件）を実施し、これらの試験のための

設備維持を行った。自動車等給油メータの OIML 適合

証明書を1件発行した。さらに、水道メータの OIML 勧

告（OIML R49）及び燃料油メータの OIML 勧告

（OIML R117）の国際会議に参加し、国際勧告への日

本意見の反映に努めた。また、流量関係の JIS を2本制

定した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］特定計量器の適合性評価、OIML、JIS 
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［テーマ題目19］固体熱物性標準の整備 

［研究代表者］山田 修史 

（材料物性科 熱物性標準研究室長） 

［研究担当者］山田 修史、渡辺 博道、 

阿子島 めぐみ、八木 貴志、 

阿部 陽香、山下 雄一郎 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 固体材料を対象とした熱物性（熱膨張率、熱拡散率、

熱伝導率、比熱容量および薄膜熱物性など）に関して供

給中の計量標準に関して依頼試験および標準物質による

遅延のない供給業務を遂行するとともに、NMIJ の品質

システムに基づいた校正業務および標準物質生産に係る

品質マニュアルの整備、内部監査対応等による品質の維

持管理を確実に遂行した。また、各標準供給項目に関し

ての継続的な研究開発による校正技術の高度化、不確か

さの検証と低減化を進めた。熱拡散率標準の供給におい

て、依頼試験での試験対象器物に従来のφ10ディスクに

加え、φ5ディスクを追加拡張した。また比熱容量標準

の供給において、DSC（示差走査熱量計）による依頼

試験実施温度範囲を従来の900 K 上限から1600 K 上限

へと拡張した。熱物性計測規・標準化に関して放射率測

定を対象とした3規格（JIS R1693-1ファインセラミッ

クスおよび長繊維強化セラミックス複合材料の放射率測

定－第1部 黒体比較法、JIS R1693-2ファインセラミ

ックスおよび長繊維強化セラミックス複合材料の放射率

測定－第2部 反射法、JIS R1693-3ファインセラミッ

クスおよび長繊維強化セラミックス複合材料の放射率測

定－第3部 熱量法）の制定事業において原案作成者と

して参画した。国際比較関連として、レーザフラッシュ

法による熱拡散率に関して、2012年5月に BIPM で開催

された測温諮問委員会熱物性作業部会（CCT-WG9）に

おいて CMC 登録への方針を提案した。また、Pilot を

務める Supplementary Comparison を APMP. T-S9と
して KCDB へ登録し、2012年11月に Wellington, New 
Zealand で開催された APMP TCT meeting において準

備状況の進捗を報告した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］固体熱物性標準、標準物質、熱膨張率、 

熱拡散率、熱伝導率、比熱容量、薄膜熱

物性 

 

［テーマ題目20］密度・屈折率・粘度標準の開発と供給

に関する研究 

［研究代表者］藤田 佳孝 

（材料物性科 流体標準研究室長） 

［研究担当者］藤田 佳孝、菜嶋 健司、早稲田 篤、

倉本 直樹、竹中 正美、粥川 洋平、 

山本 泰之、狩野 祐也 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 密度・屈折率標準については、固体密度に関して jcss
および依頼試験による校正や密度差の校正12件を実施し

た。国際度量衡委員会に関連する活動として、質量関連

量諮問委員会アボガドロ作業部会およびキログラム再定

義の実現方法に関するワークショップにそれぞれ出席し、

アボガドロ国際プロジェクトにおける研究進捗報告と測

定スケジュール協議やキログラム再定義の動向調査を行

った。次世代計量標準の開発としては、アボガドロ国際

プロジェクトにおけるシリコン28同位体濃縮結晶球体の

密度絶対測定高精度化に必要となる球体体積測定のため

の光波干渉計の改良および分光エリプソメータの整備を

進めた。キログラム再定義に向け二つの異なる方法によ

りアボガドロ定数およびプランク定数を決定する欧州計

量研究プログラム（EMRP）参加のための国際共同研

究契約を締結し、2回の会合に出席して研究進捗を報告

した。標準液校正による海水密度標準供給開始に向け、

液中秤量法による海水密度の測定技術の開発を進めた。 

 粘度標準については、依頼試験による粘度標準液校正

13件を実施するとともに、CIPM 基幹比較（CCM.V-
K3）を幹事機関として実施し、プロトコルの作成、標

準液の各国への参加アンケート実施と配布、測定実施、

および結果取り纏めまでを進めた。非ニュートン流体の

粘度校正ついて、標準物質供給を視野に入れた候補物質

選定のための探索と評価を進めるとともに、標準物質校

正のための回転粘度計の整備および回転粘度計校正を目

的とした円筒落下方式の非ニュートン粘度校正装置の高

精度化に向けた整備を進めた。MEMS 技術を応用した

小型粘度センサの開発を進め、プロトタイプを完成させ

た。現在の粘度の国際的基準となっている水の粘度の絶

対値を見直し次世代の粘度標準を確立することを目標と

して、落球法による液体粘度の絶対測定を継続し、測定

原理である落球法において測定される落球落下速度に対

する試料槽境界条件の影響を精密に補正するための機構

の開発と構築を進めた。 
 密度・屈折率・粘度のいずれも JCSS 制度への協力

として登録・更新審査における技術アドバイザーに対応

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］密度、密度標準、シリコン結晶、密度標

準液、PVT 性質、屈折率、キログラム、

再定義、アボガドロ定数、格子定数、モ

ル質量、粘度、粘度標準、粘度標準液、

細管粘度計、回転粘度計、非ニュートン

流体、落球法、粘度の絶対測定 
 

［テーマ題目21］応用電気標準の開発と高度化に関する

研究 

［研究代表者］藤木 弘之（電磁気計測科 電気標準第1

研究室長） 



研 究 
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［研究担当者］岩佐 章夫、藤木 弘之、山田 達司、

坂本 憲彦、昆 盛太郎、天谷 康孝、

浜辺 薫、林 誠二郎 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 誘導分圧器標準、交流電流比標準、高調波電圧電流

標準、交流シャント標準 

 誘導分圧器標準について3件の特定二次標準器等の

校正、1件の依頼試験、交流電流比標準について1件の

特定二次標準器の校正、4件の依頼試験を行った。交

流シャント標準について周波数および電流の供給範囲

を拡張した。また、次年度以降10 kHz までの拡大に

向けて、研究開発を進めた。高調波電圧電流標準につ

いては、100次高調波への拡張に向けて、デジタルマ

ルチメータのフィルタ特性について評価を行った。 

(2) AC/DC 標準、交流電圧標準 

 AC/DC 標準について、4件の特定副標準器の校正と、

1件の所内校正を行った。また、電力量標準で用いら

れる交直電圧比較装置の3件の依頼試験を行った。交

流電圧標準については、1件の依頼試験と2件の所内校

正を行った。また、次年度以降の電圧範囲拡大に向け

て研究開発を進めた。低電圧用の薄膜型サーマルコン

バータを試作し、交直差特性の評価を行った。 

(3) 中容量キャパシタンス標準、インダクタンス標準、

蓄電池・電力貯蔵キャパシタ標準 

 中容量キャパシタンス標準及びインダクタンス標準

について、2件の技能試験及び1件の依頼試験を行った。

また、次年度以降の供給開始に向け、蓄電池・電力貯

蔵キャパシタ標準の研究開発を進めた。蓄電デバイス

内部のインピーダンスの周波数依存性の測定が可能な

装置を設計、試作した。この装置を用いて、リチウム

イオン電池や電気二重層キャパシタのインピーダンス

特性評価と不確かさ評価を進めた。電気二重層キャパ

シタの電気的性能試験法について、充放電法を利用し

た容量及び内部抵抗評価についての研究に着手した。

この評価法は、最近、電気自動車のピークパワーアシ

スト等の大容量デバイスについて、IEC 及び JIS 規

格により標準化された。これについて、評価法の信頼

性向上を目指して計量標準の開発を進めている。 

(4) 直流電圧計用標準 

 昨今のヘリウム供給逼迫状況に対応して、運用中の

液体ヘリウムフリーな直流電圧計校正装置を直流電圧

発生器の校正にも兼用できるようにするようにするた

めに、ジョセフソン接合アレー素子の交換をおこなっ

た。外付けのマイクロ波発生装置を用いて、素子のプ

ログラマブル動作を確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］応用電気標準、実用電気標準、直流電圧、

誘導分圧器、変流器、交流電圧、中容量、

インダクタンス 

［テーマ題目22］量子電気標準の開発と高度化に関する

研究 

［研究代表者］金子 晋久（電磁気計測科 電気標準第

2研究室長） 

［研究担当者］金子 晋久、福山 康弘、浦野 千春、

堂前 篤志、丸山 道隆、大江 武彦、

中村 秀司、飯田 保、松廣 健二郎、

渡辺 幸次、嶋本 親資、堀江 智弘、

秋山 美郷（常勤職員7名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 直流抵抗標準 

 直流抵抗標準について21件（jcss17、依頼2、所内3、

科内2）の特定二次標準器等の校正を行った。また、

25 Ω、100 Ω、10k Ωの QHR 直接校正の jcss 化を

行った。次世代二次標準器として利用できる超安定小

型100 Ω標準抵抗器の開発を終了し、共同研究先より

販売が開始されている。10 Ωなど他の抵抗値につい

ても同様な抵抗器を開発し、評価中である。次世代量

子ホール効果抵抗標準として、量子ホール抵抗アレイ

デバイスを作製し、従来素子との整合性を10 ppb 以

下で確認している。次世代の量子抵抗標準の材料とし

て注目されているグラフェンの基礎研究をナノエレク

トロニクス研究部門および米国国立標準研究所

（NIST）と共同で行っている。また、名古屋大学と

共同で、次世代抵抗器に用いるための材料の基礎物性

研究・開発も行っている。 

(2) 直流電圧標準 

 直流電圧標準について、6件の特定二次標準器等の

校正を行った。システムの近代化に向け必要機材を整

備し更新中である。液体ヘリウムフリーなプログラマ

ブルジョセフソン電圧標準システムによる校正を可能

にするための研究に取り組み始めた。次世代の高安定

なツェナー標準電圧発生器の開発を企業と共同で行っ

ており、測定系の改良とツェナー素子の経年特性の評

価を継続中である。 

(3) 交流抵抗標準、キャパシタンス標準 

 キャパシタンス標準について4件の特定二次標準器

の校正、交流抵抗標準について2件の特定二次標準器

の校正および1件の依頼試験を行った。次世代交流抵

抗標準として交流量子ホール効果抵抗標準の研究開発

を行っており、試作したデバイスを用い PTB（ドイ

ツ標準研究所）と共同で評価を行った。また、電磁気

計測科が中心となって開発した次世代の二次標準器と

して利用が期待される抵抗器について、交流抵抗の見

地から精密評価を行い、それが優れた周波数特性およ

び位相角特性をもつことを明らかにした。キャパシタ

ンス標準の維持・管理手法の高度化の提案を行い、そ

の手法の有用性を長年に渡って蓄積したデータを用い

て実証した。 

(4) 交流ジョセフソン電圧標準 
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 次世代交流ジョセフソン電圧標準として、プログラ

マブル駆動ジョセフソン電圧標準、パルス駆動ジョセ

フソン電圧標準について研究開発を進めている。前者

は、主に低周波領域の交流電圧標準として電気標準第

1研究室と共同研究を行っている。これまでに、実効

値で3 V までのサンプリング測定に成功し、10 V 以

上の出力電圧を得るための素子改良に取り組み始めた。

後者については、商用周波数から1 MHz の周波数範

囲で任意波形の発生に成功している。この方法で発生

した量子電圧雑音を基準として、ジョンソンノイズを

精密に測定することにより、ボルツマン定数を再定義

する研究を温度湿度科と共同で行っている。これらの

研究において、そのジョセフソン素子はナノエレクト

ロニクス部門との共同開発である。 

(5) 電流標準 

 直流量子電流の標準を開発している。NEC／理研

グループと共同し、電子ポンプ素子として超伝導／絶

縁体／常伝導／絶縁体／超伝導の接合素子（SINIS
型素子）等を作製している。この素子の特徴は安定な

高速動作が可能な点である。測定システムも希釈冷凍

機を利用し開発を行い、予備実験的な段階ではあるが

直流電流の生成に成功している。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子電気標準、直流抵抗、交流抵抗、直

流電圧、交流電圧、電流標準、キャパシ

タンス、量子ホール効果、ジョセフソン

効果、単電子トンネリング効果 

 

［テーマ題目23］高周波計測標準に関する研究 

［研究代表者］島田 洋蔵 

（電磁波計測科 高周波標準研究室長） 

［研究担当者］島田 洋蔵、島岡 一博、 

Widarta P Anton、岸川 諒子、 

飯田 仁志、堀部 雅弘、木下 基、 

遠藤 道幸、吉本 礼子、小寺 眞理子 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高周波標準に関する校正業務では、高周波電圧に関す

る jcss 校正を2件実施した。高周波電力については、

jcss 校正を11件、依頼試験を6件、技能試験および依頼

試験（特殊）を3件、それぞれ実施した。高周波減衰量

については、ピストン減衰器に関する jcss 校正を1件、

同軸可変減衰器に関する jcss 校正を7件、依頼試験を3

件、所内校正を2件、導波管可変減衰器に関する依頼試

験を1件、所内校正を1件、それぞれ実施した。高周波イ

ンピーダンスについては、jcss 校正を8件、依頼試験を2

件、所内校正を29件、それぞれ実施した。また、標準開

発においては、電力標準に関し、50 GHz～75 GHz お

よび75 GHz～110 GHz 帯（WR10及び WR15型導波

管）一次標準器のプロトタイプを開発した。高周波イン

ピーダンス標準に関し、同軸 N 型50Ωおよび同軸 N 型

75Ωの低周波独自標準を開発し、またミリ波帯同軸およ

び導波管の標準を確立し、標準供給を開始した。同軸減

衰量標準では110 dB まで供給範囲の拡大が急務となり、

40 GHz～50 GHz への拡張と併せてその開発を推進し

た。導波管減衰量標準では、50 GHz～75 GHz 帯の新

規標準供給を開始し、75 GHz～110 GHz 帯への拡張開

発を進めた。雑音標準では、新たに開発した評価手法に

基づき標準雑音源の独自化技術の開発を推進した。テラ

ヘルツ帯標準では時間領域分光測定システムの直線性評

価に関する新しい直線性評価技術を確立するなど精度管

理技術の開発を進めた。国際比較について、高周波イン

ピーダンスに関する CCEM 国際比較および高周波電力

に関する APMP 国際比較をパイロットラボとして推進

するとともに、高周波誘電率に関するパイロットスタデ

ィのための準備を進めた。オープンラボおよび成果発表

会において実験室公開を実施し、高周波電気量の基本量

である高周波標準に関する校正設備を紹介するなど成果

普及を行った。高周波クラブを2回開催し、超高周波帯

標準開発の最新トピックや EMC 評価のための擬似電源

回路網に関する講演会を行うとともに、関連する計測機

器メーカーの見学会を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高周波、マイクロ波、ミリ波、電波、信

号伝送線路、電力計、減衰器、雑音源 

 

［テーマ題目24］電磁界・アンテナ計測標準に関する研

究 

［研究代表者］黒川 悟 

（電磁波計測科 電磁界標準研究室長） 

［研究担当者］黒川 悟、廣瀬 雅信、森岡 健浩、 

石居 正典、飴谷 充隆、加藤 悠人、

関川 晴子、伊藤 希重 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイポールアンテナについて30 MHz～2 GHz の周

波数範囲におけるアンテナ係数の校正サービスを行った。

ループアンテナについて20 Hz～30 MHz の周波数範囲

における磁界アンテナ係数の校正サービスを行った。50 

Hz 並びに60 Hz の磁界強度標準として、100 A/m
（125.7 µT）までの強度拡張により供給を開始した。

EMI 規制測定用の1 GHz～6 GHz の広帯域ホーンアン

テナであるダブルリッジドアンテナの校正サービスを行

った。50 GHz～75 GHz のミリ波帯標準ホーンアンテ

ナに関するアンテナ利得校正サービスを実施した。新た

に、75 GHz～110 GHz のミリ波帯標準ホーンアンテナ

に関するアンテナ利得校正サービスを開始した。1 

GHz～6 GHz、50 GHz～110 GHz のホーンアンテナ

利得およびパターン標準について、光デバイスを用いた

測定技術の研究開発を推進した。30 MHz～1 GHz の
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EMI 測定用広帯域アンテナのアンテナ係数校正サービ

スについては、震災等により破損した設備改修が完了し、

平成25年度内の校正再開の準備を行った。電界標準につ

いては、震災等により破損した設備改修が完了した。校

正システムの再構築を最優先に進め、平成25年度に標準

供給が可能となるよう準備を行った。新しいアンテナ計

測技術として光電界センサを用いた測定システムの研究

開発を推進した。さらに、EMI 測定用電波暗室の妥当

性評価手法の開発を行い、17公設研究機関との比較試験

を実施するとともに、東北復興支援のために東北4公設

研究機関との暗室性能評価に関する共同研究を継続して

実施した。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］マイクロ波、ミリ波、アンテナ、アンテ

ナ係数、アンテナ利得、電界、磁界 

 

［テーマ題目25］レーザ標準の開発と供給 
［研究代表者］市野 善朗 

（光放射計測科 レーザ標準研究室長） 

［研究担当者］市野 善朗、福田 大治、雨宮 邦招、

沼田 孝之、田辺 稔、大場 けい子、

矢口 明日香（常勤職員5名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 空間系のレーザパワーについては jcss 校正を4件、依

頼試験校正2件、依頼試験特殊校正を1件、光減衰量（光

ファイバ系レーザの応答非直線性）については jcss 校

正1件を実施した。空間系レーザに関しては、波長405 

nm 帯、660 nm 帯、780 nm 帯レーザパワーの jcss 供

給開始準備を完了させ、765 nm 帯、845 nm 帯、1020 

nm 帯の波長可変レーザ装置の開発等を通じ、当該波長

での応答非直線性の校正技術を確立して依頼試験を開始

した。光ファイバ系レーザに関しては、1310 nm 帯、

1550 nm 帯での応答非直線性校正・波長依存性評価技

術を確立し、応答非直線性依頼試験及び波長依存性試験

を開始した。1550 nm における相関二光子発生技術開

発と単一光子検出器検出効率校正技術を確立し、依頼試

験を開始した。高速・高感度検出が可能な広波長帯域常

温動作熱型光パワー標準器の開発、二次元検出器の校正

技術ならびに不確かさ評価方法の開発、1 W～10 W パ

ワー標準の波長800 nm 帯への拡張による高出力レーザ

ダイオードのパワー校正技術の開発を進めた。国際比較

に関しては、可視域レーザパワー（APMP.PR-S5）の

幹事研究所として実施を主導し、ハイパワー国際比較

Euromet.PR-S2 part2（ 1.06/10.6 µm 、 100～ 1000 

W）参加に向けて測定法の開発と不確かさ評価を進めた。

レーザエネルギーに関するピアレビューを実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］レーザパワー、光ファイバ 
 
［テーマ題目26］光放射標準の開発と供給 

［研究代表者］座間 達也 

（光放射計測科 光放射標準研究室長） 

［研究担当者］座間 達也、市野 善朗、蔀 洋司、 

神門 賢二、木下 健一、丹羽 一樹、 
沼田 孝之、齊藤 一朗、塚田 勇二 
（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 分光応答度 jcss 校正2件、依頼試験12件、分光放射照

度 jcss 校正6件、依頼試験4件、分光拡散反射率依頼試

験8件を実施した。高強度 LED 全光束の校正技術を確

立し、依頼試験特殊を開始すると共に、紫外域での分光

拡散反射率の校正技術を確立し依頼試験を開始した。分

光全放射束標準確立に向けた標準光源探索と最適化、測

定系・測定手法の最適化を進め、分光拡散反射率の赤外

域への拡張に向けた研究及び装置整備を進めた。紫外域

での高強度 LED 全放射束標準確立、分光放射照度（紫

外）の短波長域への校正範囲拡張、分光拡散反射率の可

視域での幾何条件の拡張、分光応答度（紫外、可視、近

赤外）の校正範囲拡張（オーバーフィル条件）に向けた

整備を進めた。国際比較の内、CIPM 基幹比較に関して

は、全光束（CCPR-K4）の幹事国として当該国際比較

開始に向けた参加国との意見交換を開始し、光度

（CCPR-K3）、分光応答度（CCPR-K2.a, -K2.b）へ

の参加に向けた準備を進めた。APMP 基幹比較では、

光度（CCPR-K3.a にリンク）の幹事国として仲介器巡

回を開始した。光度・照度・全光束（白熱電球）ピアレ

ビューを実施した。併せて LED 電球・照明等に関する

試験方法や試験所認定等で利用される技能試験の国際的

調和を目指して国際エネルギー機関（IEA）が開始した

IEA 4E SSL Annex 活動に協力し、当該 Annex 技能試

験の国内プロバイダとして、参加希望国内事業者に対す

る技能試験を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］測光・放射測定 
 

［テーマ題目27］医療・産業・先端研究等における放射

線標準の開発・供給・維持 

［研究代表者］齋藤 則生 

（量子放射科 放射線標準研究室長） 

［研究担当者］齋藤 則生、黒澤 忠弘、森下 雄一郎、

加藤 昌弘、田中 隆宏、清水 森人、

能田 理恵子、永沼 あき 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 マンモグラフィ X 線標準に関して、Rh/Rh 線質の標

準供給および X 線照射試験を開始した。軟 X 線標準に

関する APMP 内の国際比較（APMP.RI(I).K2）が終了

し、レポートを作成した。医療用リニアックの標準開発

のために、EGS5コードを用いて、高エネルギーX 線の

特性を計算するとともに、カロリメータによる熱量測定



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(341) 

に成功した。また、高エネルギー電子線の測定のために

カロリメータの製作を行った。Ir-192小線源治療標準に

ついて、測定に必要な照射装置を開発し、副標準器を用

いて線量測定を試みた。X 線自由電子レーザのパルスエ

ネルギーの測定に世界で初めて成功するとともに、常温

で動作する X 線自由電子レーザ用のカロリメータを製

作した。放射線線量計の校正に関して、jcss20件（γ線

7件、中硬 X 線3件、水吸収線量6件、軟 X 線4件）、依頼

試験40件（γ線23件、水吸収線量5件、中硬 X 線6件、

軟 X 線2件、β線4件）行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］線量標準、軟 X 線、中硬 X 線、γ線、

β線、水吸収線量、放射光 

 

［テーマ題目28］放射能特定標準器群の維持・向上、お

よび中性子標準の開発・供給 

［研究代表者］柚木 彰（量子放射科 放射能中性子標

準研究室長） 

［研究担当者］柚木 彰、原野 英樹、佐藤 泰、 

松本 哲郎、海野 泰裕、増田 明彦、

瓜谷 章、河田 燕、山田 崇裕 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 放射能標準に関して、環境レベル放射能標準の供給範

囲を2Bq/kg まで拡大し、放射性セシウムを含む玄米の

標準物質の放射能校正を行った。医療用ヨウ素125密封

小線源の線量標準を立ち上げた。国際比較では、Tc-99
放射能溶液及び面線源表面放出率に関する国際比較に参

加した。校正サービスについては、計量法に基づく特定

二次標準器の校正7件、及び依頼試験22件を実施した。 

 中性子標準に関して、各校正施設・機器の復旧を行い、

熱中性子フルエンス率、速中性子フルエンス標準につい

ても供給を再開した。連続スペクトル中性子標準の国際

比較（APMP.RI(III)-S1）の巡回検出器に対する測定を

進めた。速中性子フルエンス標準に対する国際基幹比較

（CCRI(III)-K11）については、幹事研究所（仏国

IRSN）の標準場における測定を終えた。重水減速 Cf-
252中性子フルエンス標準の開発も継続した。JAEA-
TIARA 施設を用いた高エネルギー中性子標準開発では、

keV 領域まで中性子飛行時間法によるスペクトル測定

が可能になった。4MV ペレトロン加速器にイオンビー

ムのパルス化装置を搭載し、パルス中性子の生成及び中

性子飛行時間法による中性子スペクトル測定が可能にな

った。校正サービスについては、依頼試験1件を実施し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射能、特定二次標準器、中性子フルエ

ンス、パルス中性子、国際比較 

 

［テーマ題目29］無機標準物質に関する研究 

［研究代表者］三浦 勉 

（無機分析科 無機標準研究室長） 

［研究担当者］三浦 勉、野々瀬 菜穂子、鈴木 俊宏、

大畑 昌輝、チョン 千香子、 

朝海 敏昭、山内 喜通、城所 敏浩、

石澤ゆかり（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度には、Li、Rb、Cs 標準液の3種類の金属

標準液を新規認証標準物質として開発した。Au、Si、
Ge、W の各標準液の開発のために原料物質の純度決定

および各標準液の調製法および濃度測定法の開発を継続

した。高純度塩化ナトリウム、塩化アンモニウムを新規

認証標準物質として開発した。また、欧州 RoHS 指令

の規制に対応した臭素分析用 PP 樹脂ペレットを新規認

証標準物質として開発した。また、鉛フリーはんだ標準

物質2種類のディスクについて蛍光Ｘ線分析法等による

均質性評価を行い、認証標準物質としての開発を進めた。

海水栄養塩標準物質の均質性・安定性評価を行うととも

に、定量法の検討を進めた。食品総合研究所・量子放射

科と共同で放射性セシウム分析用玄米認証標準物質を新

規認証標準物質として開発した。3件の CCQM 国際比

較に参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］無機標準物質 

 

［テーマ題目30］pH および電気伝導度の標準確立 

［研究代表者］三浦 勉 

（無機分析科 無機標準研究室長） 

［研究担当者］三浦 勉、鈴木 俊宏、朝海 敏昭、 

Maksimov Igor、大沼 佐智子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 Harned セル法による pH 測定システムの改良を引き

続き進めた。このシステムを用いて6種類の pH 緩衝液

に対しての保存安定性の測定を継続した。電気伝導度セ

ルの設計試作を行い、温度制御ほかの基礎検討を続けた。

pH・電気伝導度関連の CCQM 国際比較（CCQM-K91

フタル酸塩緩衝液、CCQM-K105海水の電気伝導率測定、

CCQM-P142海水の電気伝導度比の測定）に参加した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］pH 標準 

 

［テーマ題目31］環境分析用組成標準物質および微量分

析技術に関する研究 

［研究代表者］黒岩 貴芳 

（無機分析科 環境標準研究室長） 

［研究担当者］黒岩 貴芳、稲垣 和三、成川 知弘、

朱 彦北、宮下 振一、成島 いずみ、

小口 昌枝（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
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平成24年度は、ミルク粉末標準物質（微量元素分析

用）の開発を終了した。この標準物質は、一次標準測定

法である同位体希釈 ICP 質量分析法を中心として高分

解能 ICP 質量分析、ICP 発光分光分析法、電気加熱原

子吸光分析法などの複数の分析法によって値付けを実施

して、トレーサビリティと国際整合性が確保された標準

物質として供給している。その他、開発済みの標準物質

の安定性の評価を継続した。また、分析手法の高度化と

して、高精度、高感度な新規分析手法の開発を行ってお

り、化学形態別分析手法の開発、極微少量での高感度分

析手法や高精度分析のためのマトリックス除去法の開発

を行っており、今後の標準物質開発に応用していく。一

方、国際的な標準化の活動の一環として CCQM 国際比

較に継続的に参加しており、メカジキ中のアルセノベタ

イン分析のパイロット研究（CCQM-P96）およびスズ

キ魚肉粉末中のアルセノベタインと校正用アルセノベタイン

標準液の測定のパイロット研究（CCQM-P96.1）の後継

である、まぐろ魚肉粉末中のアルセノベタインと校正用ア

ルセノベタイン標準液の測定の基幹比較（ CCQM-
K97/P133）の幹事ラボを引き続き務めた。また、新た

に玄米中ひ素化合物および全ひ素量とカドミウムの測定

の基幹比較（CCQM-K108/P147）の幹事ラボを務めた。

さらには、現場分析者の技能向上支援、トレーサビリテ

ィや不確かさの普及を目的とした技能向上支援プログラ

ムを発展させ、次期開発候補試料として調製した玄米粉

末標準物質を用いて国内で全国技能試験と技能講習会を

実施し、同時にメキシコの計量研究所 CRNAM と協力

して、メキシコ国内での技能試験も実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］環境分析用組成標準物質 

 

［テーマ題目32］標準ガスの開発・供給の研究 

［研究代表者］加藤 健次 

（有機分析科 ガス標準研究室長） 

［研究担当者］加藤 健次、下坂 琢哉、松本 信洋、

渡邉 卓朗、青木 伸行、安藤 美和子 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 新規標準物質として高純度酸素第3ロット、高純度一

酸化炭素第3ロットの開発を行った。また、低濃度酸素

標準ガス、ホルムアルデヒド標準ガスの開発の準備を行

なった。三ふっ化窒素の開発については、値付け方法に

ついての検討を行った。ホルムアルデヒドについては、

引き続き磁気浮遊式つり下げ天秤を用いた高精度の動的

発生法による標準ガス発生法の検討、分析機器の整備を

行った。新規開発の標準物質に対しては、ISO/IEC 

17025及び ISO ガイド34に基づく品質システム整備等を

行った。標準ガスに関する2件の国際比較、CCQM-K82

（大気濃度レベルのメタン標準ガス調製の比較）及び

CCQM-K84（大気濃度レベルの一酸化炭素の分析）に

参加した。また、環境大気分析用の高精度標準ガスの調

製などを目的として、小型容器を用いた質量混合法によ

る高精度の標準ガスの調製法について研究を開始した。

今後開発予定の研究開発では、ゼロガス中の微量成分の

分析法等について検討を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準ガス、質量比混合法、温室効果ガス、

高純度ガス、国際比較 

 

［テーマ題目33］安全・安心に寄与する有機標準物質の

開発と供給 

［研究代表者］沼田 雅彦 

（有機分析科 有機組成標準研究室長） 

［研究担当者］沼田 雅彦、鎗田 孝、羽成 修康、 

伊藤 信靖、大竹 貴光、稲垣 真輔、

岩澤 良子、青柳 嘉枝、松尾 真由美

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 残留農薬分析用大豆粉末標準物質を認証した。その際、

同位体希釈質量分析法を適用したほか、適切な抽出およ

び精製法を開発することで精確な値付けを実現した。一

方、来年度以降に認証予定の低濃度水分標準液やふっ素

系有機化合物分析用 ABS 樹脂標準物質などについて、

値付けのための精確な分析法の開発を行った。さらに、

関連する品質システムを整備し、既存の標準物質の安定

性試験を実施するとともに、標準物質値付け能力

（CMC）の登録に向けた作業を行った。また、国内分

析機関への分析精度管理に関する啓蒙などを目的として、

上記大豆試料を用いた技能試験および樹脂試料を用いた

試験所間比較を主催した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］組成型標準物質、有機標準液、高純度有

機標準物質、環境標準物質、食品標準物

質 

 

［テーマ題目34］バイオメディカル計測標準の先導開発 

［研究代表者］高津 章子（有機分析科 バイオメディ

カル標準研究室長） 

［研究担当者］高津 章子、加藤 愛、絹見 朋也、 

藤井 紳一郎、川口 研、柴山 祥枝、

山﨑 太一、高橋 淳子、原崎 守、 

惠山 栄、吉岡 真理子、 

水野 亮子（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 臨床検査医学分野やバイオ分析分野において、測定結

果の互換性や国際整合性の向上が求められている。そこ

で、計量学的トレーサビリティの構築を目指した上位の

標準物質開発のため、生体成分を高精度かつ高感度に測

定する分析手法の開発を進めた。アミノ酸のうちの4種

類（チロシン、トレオニン、セリン、ヒスチジン）につ
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いては、純度決定法となる滴定法、窒素定量法およびク

ロマトグラフィーなどによる不純物測定法を用いて、純

物質標準物質を新たに開発した。リボ核酸（RNA）に

ついてトレーサビリティを確保できる濃度決定法を確立

し、人工配列の RNA を用いた定量解析用 RNA 溶液標

準物質を新規に開発した。また、有効期限満了となった

C 反応性蛋白溶液標準物質、および、C-ペプチド標準

物質については、アミノ酸分析によるタンパク質・ペプ

チド定量の高精度化を行い、新規ロットの開発を行った。

品質文書の整備を行うとともに、国際相互承認へ向けて

の準備やこれまでに開発した標準物質の安定性評価を継

続して行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準物質、臨床検査医学、バイオ分析、

トレーサビリティ 

 

［テーマ題目35］薄膜・表面評価技術の高度化と標準開

発 

［研究代表者］黒河 明（ナノ材料計測科 表面・ナノ

分析研究室長） 

［研究担当者］黒河 明、寺内 信哉、張 ルウルウ、

林田 美咲、東 康史、城 昌利、 

福本 夏生、今村 元泰、内田 みどり、

伊藤 美香（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 薄膜・超格子標準物質関連では CRM5204-b（極薄

SiO2膜）の供給を開始した。EPMA 用標準物質のうち

CRM1001-a ～ 1005-a （ 鉄－ ク ロ ム 合 金 ）お よ び

CRM1006-a ～ 1010-a （ 鉄 － ニ ッ ケ ル 合 金 ） と

CRM5202-a（SiO2/Si 多層膜）の有効期限延長を行っ

た。膜厚計測の校正サービスの立ち上げを目指して、X
線反射率法による精密膜厚評価技術の開発研究を継続し

て行うと供に、これまでに供給している標準物質の維持

のための安定性評価を継続的に行った。極薄シリコン酸

化膜標準物質の開発のため、品質向上を目指して酸化膜

の密度構造評価手法の研究を進めた。微粒子分散薄膜標

準物質の開発に向けて、透過電子顕微鏡装置による三次

元可視化技術である電子線トモグラフィーの高度化のた

め高精度位置マーカーの形成方法の研究等を行い、さら

に高い分解能の三次元像の取得に成功した。国際的な標

準化の活動の一環として CCQM 国際比較に継続的に参

加しており EPMA による定量分析（CCQM-P130）に

参加した。 

 

［テーマ題目36］材料分析標準の研究、開発、維持 

［研究代表者］伊藤 賢志（ナノ材料計測科 ナノ構造

化材料評価研究室長） 

［研究担当者］伊藤 賢志、川原 順一、富樫 寿、 

平田 浩一、高塚 登志子、山脇 正人、

後藤 寛子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラザフォード後方散乱分析などにおけるハフニウム元

素量校正用の認証標準物質「ハフニウム定量用酸化ハフ

ニウム薄膜」（CRM5605-a）を開発、認証するとともに、

「陽電子寿命による超微細空孔測定用認証標準物質」

（CRM5602-a）の期限延長を行った。供給している標

準物質の安定性試験を行い、品質に問題がないことを確

認した。陽電子寿命計測に関する非破壊検査方法の高度

化を行うとともに、マトリックス支援レーザ脱離イオン

化質量分析法、クラスターイオン励起二次イオン質量分

析法により有機分子の測定、及び、放射化分析法により

無機薄膜の測定を行い、これらの分析法の感度や再現性

に関するデータを取得した。微粒子分級システムを開発

するため、解析的研究と数値シミュレーションを行うこ

とにより装置設計の高度化を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］材料分析、イオン注入標準物質、微細空

孔標準物質、質量分析、ナノ・サブミク

ロン粒子 

 

［テーマ題目37］粒径標準の開発と供給 

［研究代表者］榎原 研正 

（ナノ材料計測科 粒子計測研究室長） 

［研究担当者］榎原 研正、坂口 孝幸、櫻井 博、 

高畑 圭二、飯田 健次郎、水野 耕平、

高橋かより、加藤 晴久、大沼恵美子

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 粒径、気中と液中各々における粒子数濃度、比表面積、

高分子分子量の標準について、依頼試験業務や標準物質

供給を行うとともに標準の高度化を進めることを目標と

している。今年度は、気中粒子数濃度標準について、濃

度範囲の下限をこれまでの103cm-3から1 cm-3まで拡張

することに成功した。動的光散乱法、静的光散乱法、流

動場分離法、パルス磁場勾配核磁気共鳴法による粒径な

らびに粒径分布値付けの高精度化に関する研究を進めた。

超臨界流体クロマトグラフィー法を用いた均一重合度オ

リゴマー標準物質の開発を進めた。液中粒子数濃度標準

の濃度範囲下限の600 nm への拡張、ナノ粒子比表面積

標準物質（酸化チタン4種）の供給、発生器型気中粒子

数濃度標準の完成に向けた研究を進めた。30 nm- 300 
nm 粒径域における準単分散粒子粒径測定の APMP 国

際比較について結果を取りまとめ報告書を作成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粒径標準、電気移動度分析、粒径分布パ

ラメータ、液中粒子数濃度標準、気中粒

子数濃度標準、ポリスチレンラテックス 

 

［テーマ題目38］不確かさ評価及び同等性確認における

統計的問題の研究と技術支援 
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［研究代表者］榎原 研正（計量標準システム科 計量

標準基盤研究室（兼務）） 

［研究担当者］榎原 研正、田中 秀幸、城野 克広、

城 真範（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 不確かさ評価に関わる統計的手法の開発・応用を行う

とともに、産総研内外での不確かさ評価の技術支援・普

及啓蒙活動を行うことを目標としている。今年度は、測

定結果の同等性評価や参照値決定、校正期間や補正限界

の最適化を含む実用的問題にモンテカルロ法、及びベイ

ズ統計を利用した手法の提案・高度化を行った。さらに、

中上級者対象を対象とした2日間にわたる不確かさ講習

会の開催、校正・計測に関わる不確かさ評価の技術相談、

不確かさクラブ事例研究会の主宰と事例研究発表会の開

催を含む普及・啓発活動を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］不確かさ評価、試験所間比較、測定のか

たより、適合性評価、ベイズ統計 

 

［テーマ題目39］有機化学標準の開発と供給 

［研究代表者］加藤 健次（計量標準システム科 有機

標準基盤研究室長） 

［研究担当者］加藤 健次、沼田 雅彦、石川啓一郎、

清水 由隆、羽成 修康、北牧 祐子、

山崎 太一、吉村 恵美子、谷口 幸子、

藤木 直美（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 高純度有機物質（エタノール第2ロット）及び燃料中

硫黄分分析用の高純度有機硫黄化合物（ジブチルスルフ

ィド)の2種の認証標準物質の開発を行い、これらの認証

標準物質に対して、ISO/IEC 17025及び ISO ガイド34

に基づく品質システム整備等を進め、生産手順、分析手

順等に関する文書の作成・登録を行った。また、高純度

有機物質4種（フタル酸ジ-n-プロピル、フタル酸ブチル

ベンジル、トルエン（燃料中硫黄分析用ブランク））の

認証標準物質の有効期限の延長およびγ-HCH 標準液の

再認証を行った。また、その他の既存の認証標準物質

（揮発性有機化合物、フタル酸エステル類、アルキルフ

ェノール類、農薬標準液、PCB 標準液、硫黄標準液）

については安定性試験等安定供給に必要な作業を行った。

平成25年度開発予定の高純度 MTBE、1,4-ジオキサン

の候補標準物質については、純度評価技術の検討などを

行った。さらに、定量 NMR 技術に関する国際比較

（CCQM-P150）を提案し、その準備として比較試料お

よび内部標準物質の調製・評価を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高純度物質、有機標準液、バイオ燃料 

 

［テーマ題目40］化学計量トレーサビリティ体系の高度

化に関する研究 

［研究代表者］井原 俊英（計量標準システム科 化学

計量システム研究室長） 

［研究担当者］井原 俊英、齋藤 剛、加藤 尚志、 

山中 典子、鈴木 彰子、村上 雅代、

大手 洋子、大塚 聡子、鮑 新努 

（常勤職員3名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 国家計量標準機関の供給する標準物質（以下、国家標

準物質）が整備されていない化学物質については、計量

トレーサビリティの確保された標準物質の市場への供給

がなされておらず、これまでは正確な計量が困難な状況

にあった。そこで、標準物質の値付けに用いる校正技術

を高度化することにより、国家標準物質の整備されてい

ない化学物質であっても計量トレーサビリティを確保で

きる迅速かつ簡便な計測手法を開発した。農薬標準物質

を中心に実用化研究を行っており、平成23年度より開始

した産総研依頼試験による高純度有機標準物質の純度校

正では、約150種の化学物質の校正サービスを提供中で

ある。また、純度校正の中核技術として用いている定量

NMR（核磁気共鳴）法に関しては、生薬標準品等の定

量技術として日本薬局方（第十六改正第一追補，参考情

報）に収載された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］標準物質、計量トレーサビリティ 

 

［テーマ題目41］ナノ・高分子標準物質の開発供給 

［研究代表者］衣笠 晋一（計量標準システム科 計量

標準基盤研究室長） 

［研究担当者］衣笠 晋一、松山 重倫、山路 俊樹、

折原 由佳利（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ・高分子関連標準物質の研究開発については、

RoHS 指令や REACH 規制対応のための認証標準物質

について、臭素系難燃剤含有プラスチック標準物質2種

の有効期限延長、1種の安定性試験を実施した。フタル

酸エステル類含有ポリプロピレン標準物質の安定性試験

を実施した。これを並行して、ACRM 日中韓共同測定1

件（フタル酸エステル）に参加した。また、CCQM K-

102のための予備実験を行った。 

 高分子分析あるいは分子特性解析技術においては、半

揮発性物質であるフタル酸エステルについて、コロナ

CAD 検出器の検出挙動を検討した。また、定量固体

NMR 用標準物質開発に向けた調査を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高分子標準、RoHS 指令、添加剤分析用

標準、MALDI-TOFMS 
 

［テーマ題目42］計量情報システムの適合性評価技術の

研究 

［研究代表者］松岡 聡（計量標準システム科 計量標
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準基盤研究室） 

［研究担当者］松岡 聡、渡邊 宏（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 計量器ソフトウェアの評価技術に関しては、第2回計

量器ソフトウェアクラブ研究会を開催し、40名以上の参

加者を集め、計量器ソフトウェア認証についての議論を

行った。また、経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス

事業部電力市場整備課にて、これまでの計量器ソフトウ

ェア認証についてのレクチャーを行い、資源エネルギー

庁電力・ガス事業部長通達（平成25年４月10日 2013資

電部第5号）「普通電力量計（変成器とともに使用される

ものを除く。）に内蔵されている通信機能のソフトウェ

アを書き換える行為に係る計量法上の取扱いについて」

の作成に貢献した。 

 技能試験を利用したソフトウェアの適合性評価基準作

成の研究では、平成23年度末に実施したソフトウェア検

証技術の技能試験「モデル検査技術演習（PT001）」の

技能試験品目、実施手順および評価手順をまとめて、関

西産学官連携センター組込みシステム技術連携研究体へ

技術移転した。さらに、同連携研究体が引き継ぎ開催し

た「モデル検査技術演習」を技術的に支援した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］計量器ソフトウェア、ソフトウェア認証、

ソフトウェア適合性評価、技能試験 

 

［テーマ題目43］特定計量器の基準適合性評価に関する

業務 

［研究代表者］小谷野 泰宏 

（計量標準技術科 型式承認技術室長） 

［研究担当者］小谷野 泰宏、池上裕雄、分領信一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 型式承認業務は、当科が担当するアネロイド型血圧計

（電気式・機械式）、体温計（抵抗・ガラス製）、環境計

量器に当たる振動レベル計、濃度計（大気）、濃度計

（pH）及び非自動はかり（大型はかり）等の特定計量

器のうち、31型式について国内法に規定する技術基準へ

の適合性を評価し、型式の承認をするとともに、承認型

式軽微変更届出199件の審査業務を実施した。これらは、

計量標準総合センターの認証システム（ISO/IEC ガイ

ド65）に則って、当科が実施する特定計量器の型式の承

認に関わる認証マニュアルに従って業務を実施している

ものである。 

 その他、OIML（国際法定計量機関）の活動による、

国際文書、勧告の発行に関する国内の各分野の作業委員

会において、委員会メンバーとしてその内容の検討や審

議を行う。また、これらの国際規格を国内規格へ反映す

る活動を行う。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］特定計量器の基準適合性評価、OIML、

医療用計量器、環境計量器 
 

［テーマ題目44］法定計量業務及び計量標準供給業務 

［研究代表者］三倉 伸介 

（計量標準技術科 校正試験技術室長） 

［研究担当者］三倉 伸介、田中 洋、上田 雅司、 

西川 賢二、戸田 邦彦、浜川 剛 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 当科が担当する基準器検査（基準巻尺、特級基準分銅、

基準手動天びん、基準台手動はかり、基準直示天びん、

ガラス製温度計、基準フラスコ、基準ビュレット、液柱

型圧力計、重錘型圧力計、基準密度浮ひょう、液化石油

ガス用浮ひょう型密度計、基準酒精度浮ひょう、基準比

重浮ひょう、基準重ボーメ度浮ひょう）2575件及び計量

器の型式承認試験（体温計（抵抗・ガラス製）、アネロ

イド型血圧計（電気式・機械式））27件、比較検査（酒

精度浮ひょう）26件、及び依頼試験（ガラス製体積計、

内径・外径、標準球）14件を品質マニュアル（技術マニ

ュアル）の適正な運用を図りつつ実施した。また、

JCSS 体積計分科会、密度計分科会及び特定計量器に関

する JIS 規格（体温計（抵抗・ガラス製）、ガラス製温

度計）の作成において、委員会及び分科会で原案作成を

主導的に取りまとめた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］法定計量、計量標準供給 

 

［テーマ題目45］長さゲージへの標準供給に関する研究 

［研究代表者］三倉 伸介 

［研究担当者］三倉 伸介、浜川 剛（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 リングゲージ、プラグゲージ及び球校正について産業

界が要求する0.1 µm 以下の不確かさ実現のために不確

かさ向上作業を進めた。依頼試験実績は、部門内校正4

件（リングゲージ2件、プラグゲージ2件）であった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さゲージ 

 

④【計測フロンティア研究部門】 
（Research Institute of Instrumentation Frontier） 

（存続期間：2004.4.1～） 

 

研究部門長 ：大久保 雅隆 

副研究部門長：山内 幸彦、鈴木 良一、齋藤 直昭 

 

所在地：つくば中央第2 

人 員：57名（57名） 

経 費：533,800千円（309,024千円） 

 

概 要： 
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 計測技術のフロンティアを開拓し、計測技術を分析

技術まで仕上げて普及させる。それらの先端計測分析

技術をライフイノベーション、グリーンイノベーショ

ン、安全安心社会の構築のために活用する。このミッ

ションを果たすために、計測技術に関する3つのフロ

ンティア開拓を5つの戦略課題の元に行っている。5つ

の戦略課題は、戦略課題1から3が並列で、それと戦略

課題4と5が直列になっている。戦略課題1から3でルー

チン的に使用可能なレベルに達した新規計測技術を、

戦略課題4で所内外に公開して市販装置では対応でき

ない研究開発課題の解決にチャレンジし、成功例を蓄

積するとともに解析手法を確立する。単にデータを計

測するだけでなく、課題解決ができる分析技術に仕上

げて、普及のために国際標準化を進める。 

 

3つのフロンティア開拓 

1.ハード（機器） 

2.ソフト（手法、ソフトウェア） 

3.知識（データ） 

5つの戦略課題、 

1.ライフイノベーションのための計測分析技術開発 

2.グリーンイノベーションのための計測分析技術開

発 

3.安全安心のための計測分析技術開発 

4.先端計測分析機器の公開 

5.国際標準（ISO-IEC-JIS）、データベース 

 

 平成24年度は、9つのグループ（以下 RG と略記）

がそれぞれのコア技術を持ち寄って、5つの戦略課題

を推進している。 

 

【重点課題１】ライフイノベーションのための計測

分析技術開発（有機・生体関連ナノ物質の状態計測

技術の開発）：超分光システム開発 RG、光・量子イ

メージング技術 RG、活性種計測技術 RG、ナノ標識

計測技術 RG、イオン化量子操作 RG 

 タンパク質の凝集が関係する特定疾患がある。その

凝集の初期状態観察や凝集メカニズムを解明するため

に、計測分析技術開発を実施した。具体的には、凝集

するタンパク質の構造解析や定量的評価を目指した、

円二色性分光計測技術開発と、凝集体やタンパク質複

合体の分析を目指した、超伝導分子検出器を搭載した

質量分析技術の開発である。円二色性分光では、生体

分子が強い円二色性を示すと期待される、真空紫外域

にて、放射光を使わないで円偏光を発生する小型装置

の開発を行い、アミロイドβタンパク質に大きな円二

色性があることを確認し、2次構造の解析が可能なこ

とを確認した。質量分析では、従来のトンネル接合イ

オン検出器より、100倍程度高速のナノ秒の時間分解

能を有する超伝導ストリップイオン検出器開発におい

て、信号を単一磁束量子（SFQ）を使った超伝導デ

ジタル回路によりデジタルパルスに変換し、ペプチド

の信号検出に成功した。検出器が設置されている極低

温でデジタル信号に変換することにより、室温まで高

速のアナログ信号を伝送する必要がなくなり、ハイス

ループット分析に必要な大規模アレイ検出器が可能に

なると期待される。 

 X 線やテラヘルツ波を利用した生体イメージングは、

癌や成人病などの疾患初期診断として期待される。小

型リニアックとレーザーコンプトン散乱を組み合わせ

た X 源開発と、超短パルス電子ビームを用いたテラ

ヘルツ波光源の開発を実施した。従来の1.5倍の108光

子／秒の X 線高輝度化を達成し、10Hz のサイクルで

動画が撮影可能になった。 

 生体中ナノ物質のリスク評価に関して、肺胞マクロ

ファージの受容体タンパク質である Toll 様受容体4に

対する免疫染色によりナノ粒子貪食後のマクロファー

ジの活性化追跡が透過電子顕微鏡（TEM）観察によ

り可能となった。また、市販の装置では対応できない

植物の質量分析イメージングを、レーザーイオン化と

超高分解能フーリエ変換質量分析の組み合わせで実現

し、植物の刺激応答に関わる分子物の探索や分子生産

のメカニズムの解明に応用可能とした。 

 

【重点課題２】グリーンイノベーションのための計

測分析技術開発（多階層制御材料の多元的動的計

測・解析技術に関する研究）：活性種計測技術 RG、

ナノ移動解析 RG、光・量子メージング技術 RG、極

微欠陥評価 RG、不均質性解析 RG、イオン化量子操

作 RG 
 省エネルギーや創エネルギーに資する電子デバイス

等の機能デバイスでは、微量元素が機能発現に重要な

役割を果たしている。微量元素を制御することによっ

て様々な機能を発現させることができる。しかしなが

ら、微量元素の中でも、特に、軽元素（究極の軽元素

として、格子位置から原子が抜けた空孔を含む）は電

子等のプローブ粒子との相互作用が弱く、高分解能電

子顕微鏡等をもってしても材料開発に必要な情報を得

ることができない場合が多い。具体的事例としては、

海水淡水化分離膜、バイオプラスチック、モーター用

磁性体、電池材料、ワイドギャップ半導体が挙げられ

る。これらの機能デバイス開発のために、陽電子計測、

過渡吸収、X 線回折構造解析、固体 NMR、軽元素 X
線吸収分光等の分光分析と、それらの測定結果の相関

解析を行うことにより、グリーンテクノロジー分野に

おいて、原子サイズからナノメートルレベルの計測分

析技術を開発する。 

 欠陥解析では、従来測定環境は真空中のみであった

が、陽電子を大気圧下に引き出し、実際に機能材料が

使用される大気圧下での測定を実現し、高分子の空隙
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が湿度に依存して変化する様子の観察に成功した。軽

元素の分析では、今までに測定されて例がない、ワイ

ドギャップ半導体である SiC 中の微量窒素ドーパン

トの格子位置の決定を、超伝導検出器を搭載した X
線吸収分光装置により可能にした。。電力ケーブルな

どで省エネルギー技術として期待される超伝導体に関

しては、ビスマス硫黄を主成分とする新しい高温超伝

導体の結晶構造を、粉末 X 線回折、リートベルト解

析、量子化学計算を組み合わせて決定した。 

 

【重点課題３】安全安心のための計測分析技術開発

（インフラ診断技術の開発）：構造体 RG、極微欠陥

評価 RG、光・量子イメージング技術 RG 

 各種のセキュリティー検査技術は、安全安心社会の

実現に必要不可欠である。構造物の安全性確保のため

に、超音波伝搬を利用した欠陥位置同定や、高エネル

ギーX 線源を用いた非破壊検査技術を開発する。 

 超音波探傷技術では、ファイバーブラッググレーテ

ィングを施した光ファイバを振動センサとし、構造物

のひずみと構造物にクラックが発生するとき放出され

る音響放出の2つのデータを1つのセンサで計測可能に

した。サンプリングモアレ法を使って、CFRP 製の

ロケット構造物の変位分布を、10µm の精度でデジタ

ルカメラの画像から計測可能にした。 

 東日本大震災にともなう、放射性物質の拡散への対

応として、電池寿命1年以上の小型の放射線モニター

を開発し、製品として実用化し自治体に納入された。 

 

【重点課題４】先端計測分析機器の公開（材料評価

のための先端計測及び分析機器開発）：活性種計測技

術 RG、超分光システム開発 RG、極微欠陥評価 RG、

光・量子イメージング技術 RG、ナノ移動解析研究グ

ループ 

 当部門が開発した先端計測分析機器をユーザーに公

開し、市販装置では対応できない研究開発課題の解決

にチャレンジし、成功例を蓄積することで解析手法を

確立する。所内60件（昨年と同数）、所外129件（昨年

度76件）の研究開発支援を実施した。所内の分野別割

合は、標準計測分野42%、環境エネルギー分野39%、

情報エレクトロニクス分野13%、ナノテク分野3%、

ライフ分野3%であった。所外の割合は、企業67%、

大学25%、研究開発独立行政法人8%であった。企業

の割合が50から67%に増加した。今年度は、従来水平

であった陽電子ビームを垂直に入射させて、試料の自

由度を増した陽電子欠陥計測装置と、軽元素の X 線

吸収分光測定装置を新たに公開した。 

 

【重点課題５】国際標準(ISO-IEC-JIS)、データベー

ス（物質の分析・評価技術の開発と標準化）：構造体

診断技術 RG、活性種計測技術 RG、不均質性解析

RG 

 計測分析技術を広く普及させるためには、国際標準

化が必要不可欠である。複合材料の原料であるカーボ

ンファイバーなどの熱膨張係数を2000℃以上の温度で

計測可能にした。表面プローブ顕微鏡で使用する

AFM プローブの形状評価手法の照会原案（DIS）を

ISO-TC201（表面化学分析）に提出し投票段階まで

進めた。IEC については超伝導センサー標準に関し

て、通則の NP を提出する国際合意を得て、次年度に

国際投票まで進める予定である。 

 固体 NMR については、スペクトルデータを RIO-
DB として整備している。ESR 用の標準試料として、

極安定ラジカルを候補として合成を進めた。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

経済産業省受託 

「ナノ材料の安全・安心確保のための国際先導的安全性

評価技術の開発」 

「日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業（日米

先端技術標準化研究協力）」 

 

文部科学省受託 

「照射誘起欠陥の動的挙動評価のための高度複合ビーム

分析技術の開発」 

「活性酸素を利用したディーゼルパティキュレートセン

サの開発」 

 

財務省受託 

「高出力テラヘルツ波光源を用いた不正薬物・爆発物探

知に係る調査研究」 

 

NEDO 受託研究費 

「革新的部材産業創出プログラム／超ハイブリッド材料

技術開発（ナノレベル構造制御による相反機能材料技術

開発）」 

「水素貯蔵材料先端基盤研究事業／金属系水素貯蔵材料

の基礎研究」 

 

財団等受託研究費 

「電子部品・デバイスの内部欠陥をその場で非接触探傷

できる革新的レーザ超音波検査装置の開発」 

「CNX 冷陰極 X 線管特有真空環境の最適化及び X 線発

生装置の開発」 

「耐熱・難燃性マグネシウム合金鋳造によるパワートレ

イン耐熱部材の開発」 

 

科研費補助金 

「表面脱離有機分子の新規ソフトイオン化法の開発：高

感度イメージング質量分析への展開」 

「位相制御レーザーパルスによる液相中分子の量子制御



研 究 

(348) 

と物質濃縮への応用」 

「超低エネルギーイオン注入によるシリコン半導体極浅

接合形成実用化技術の開発」 

「光誘起協同現象を用いた超高速光スイッチング手法の

開拓」 

「デュアルピーク FBG センシングシステムの開発」 

「複合材料の超音波非接触映像化探傷技術に関する研

究」 

「高精度三次元形状・変形計測を実現する高次元情報を

用いた時空間位相シフト法の開発」 

「指向性圧電素子を用いた CFRP 積層板の損傷モニタ

リングシステムの開発」 

「大気陽電子顕微鏡の開発」 

「準単色 LCS－X 線と標的指向性 DDS を組み合わせた

相乗的癌治療効果に関する研究」 

「質量顕微鏡による高空間分解能分子動態解析」 

「錯体水素化物のリチウムイオン伝導圧力依存と構造の

相関による伝導パス形成因子の解明」 

「二成分系ガスハイドレートのケージ占有性とゲスト－

ホスト間相互作用」 

「固体 NMR による固体酸触媒材料の酸性質の計測・評

価」 

「加速器を用いた光子誘起陽電子消滅法による非破壊材

料評価法の開発」 

「強誘電体チューブを用いた単色可変高出力テラヘルツ

光源の開発」 

「超短パルス電子ビームを用いたリアルタイム2D テラ

ヘルツ分光システムの開発」 

「レーザーコンプトン準単色硬 X 線による低侵襲高精

細医用イメージング技術の研究」 

「コヒーレント放射光を用いたテラヘルツ波電子線分光

の研究」 

「有機導体の非占有軌道の電子状態と非局在性の観測手

法の開発」 

「糖鎖等の超高感度構造解析を目指した真空紫外域での

顕微円二色性計測装置の開発」 

「気泡核生成制御による超音波化学反応の高効率化に関

する研究」 

「超伝導ナノストリップライン分子検出器による巨大分

子質量分析」 

「イオン価数弁別可能な超高速超伝導ナノストリップラ

イン分子検出器の開発」 

 

発 表：誌上発表133件、口頭発表335件、その他42件 

--------------------------------------------------------------------------- 
極微欠陥評価研究グループ 

（Advanced Defect-Characterization Research Group） 

研究グループ長：鈴木 良一 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 先端デバイスや高機能材料の開発では素子や材料中

の原子レベル～ナノレベルの欠陥や空隙がその特性に

大きな影響を及ぼすため、これらの極微構造を詳しく

分析・評価できる技術が望まれている。当研究グルー

プでは高品質の陽電子ビームやイオンビームを発生し、

これらを計測プローブとした新しい極微構造評価技術

の開発を行っている。  

今年度は、震災で故障した陽電子発生のための超伝

導加速器の修理を完了させるとともに、垂直入射型の

陽電子ビームラインによる測定を開始した。また、前

年度に成功した高強度短パルス陽電子マイクロビーム

の薄膜真空窓を通した大気取り出し技術に試料部の湿

度制御系を付加し、高分子薄膜の湿度環境下での計測

を行い、湿度によって高分子の空隙が変化している様

子の観測に成功した。 

陽電子発生用電子加速器の技術を応用して非破壊検

査用の超小型 X 線源の開発を行い、針葉樹型カーボ

ンナノ構造体を用いた X 線源の寿命試験を行い、

1mA 以上の放出電流で1万時間以上の寿命があること

を確認した。また、福島原発事故によって飛散した放

射性物質からの放射線被ばくをモニタするための携帯

型放射線線量計の開発を行い、電池寿命を1年以上に

伸ばすとともに、企業との共同研究を実施して製品化

した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４ 

 

超分光システム開発研究グループ 

（Super-Spectroscopy System Research Group） 

研究グループ長：小池 正記 

（つくば中央第2） 

概 要：  

 急速に高度化する産業分野、科学技術分野において、

従来の分光分析手法の限界を越える性能の実現が必要

不可欠になっている。分光法とは、ある軸（変量）に

対して物理量（測定法が規定できるもの）の変化を測

定する手法で、その分光精度限界の革新的向上、新た

な分光軸の追加は、我々が認知、分析できる観測対象

の拡大を意味している。先端分析機器開発に必要不可

欠な要素技術として、極低温環境で動作する超高感度

の超伝導分光センサーの開発を行うとともに、要素技

術を統合した超分光先端分析機器開発を推進する。 

 生体高分子等のようなナノ粒子と X 線光子といっ

た光量子を観測対象として、二原子分子といった低

分子から非共有結合タンパク質複合体のような数

MDa までの広い分子量範囲を分析対象とする。従

来の質量分析の原理的制限を越える質量分析性能や、

超精密な元素の分離を軟 X 線領域で可能とする光子

分光性能を実現する。このような性能を、タンパク

質凝集関連疾患の凝集メカニズム解明等に活用する。 
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 今年度は、ライフイノベーション関連の計測分析

技術開発において、分子量を一意に決定する超伝導

ストリップイオン検出器の開発を進展させた。また、

先端計測および分析機器として、微量軽元素のナノ

構造分析のために蛍光収量 X 線吸収分光システムの

装置利用公開を進めた。さらに、分散していた計測

デバイス作製用クリーンルームを一箇所に集め、面

積と消費電力を1/2にする集約化を実現した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４ 

 

イオン化量子操作研究グループ 

（ Ionization and Quantum Manipulation Research 
Group） 

研究グループ長：齋藤 直昭 

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 

生命現象の源であるナノ物質（タンパク質など）、

大気環境中の超微粒子等の物質、先端技術である高機

能材料やナノデバイス等のナノ物質の計測・解析・評

価技術の研究開発は重要である。その中で、質量分析

は、「質量」の計測のみでなく、構造や反応性等の

様々な性質の分析と評価が可能であるため、非常に重

要な分析方法である。当グループでは、レーザー技術、

イオンビーム技術、ソフトイオン化技術等を利用した

試料抽出技術やイオン化技術等の質量分析に関する要

素技術の研究開発、及び、これら先端的な要素技術か

ら構成される質量分析装置の開発とその応用に関する

研究開発を実施している。 

 今年度は、位相制御レーザー光の制御技術と物質表

面改質手法の開発、特定原子種のレーザーイオン化超

高感度測定技術、イオン液体クラスターイオンビーム

の生成制御技術と TOF-SIMS 分析への適用、イオン

付着イオン化質量分析へ構造分析機能付加のため研究

開発、及び関連する表面・界面・薄膜のプロセス及び

計測・解析・評価技術の研究開発を行なった。 

 

光・量子イメージング技術研究グループ 

（Quantum Radiation Research Group） 

研究グループ長：鈴木 良一 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ライフイノベーション、国民の安全安心への貢献を

目的として、電子加速器技術をベースにした量子放射

ビームの発生と利用研究、および放射線や電磁波を利

用した新規計測技術の研究開発を行う。第3期中に、

小型加速器を用いた高出力テラヘルツ波の生成と計測

手法の実用化を目指す。得られた研究成果は、迅速な

研究成果発信や装置公開を通じて産総研やユニットの

ミッションに貢献する。 

 今年度は、電子加速器によって発生させた高出力テ

ラヘルツ光源を用いて最大厚さ6cm の紙を透過する

ことを確認するとともに、模擬爆薬や模擬麻薬の高速

分光イメージング手法を開発し、封筒内部に隠匿され

た物質を数分でイメージング識別することに成功した。

また、波長の異なる数種類の紫外線を適切な照射光学

系によって試料に照射する方法を開発し、高分子材料

表面に分散させた高屈折率金属酸化物ナノ粒子の分散

状態を、光電子顕微鏡を用いて画像化することに成功

した。さらに、波長140nm 以下の真空紫外円偏光を

発生するポータブル装置の開発に成功し、これまでよ

り10～100倍程度大きい強度を得た。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目３、テーマ題目

８ 

 
構造体診断技術研究グループ 
（Structural Health Monitoring Research Group） 
研究グループ長：津田 浩 

（つくば中央第2） 
概 要：  
 全視野計測による巨視的な構造物の変形から弾性

波・超音波を利用した構造物への衝撃荷重の印加、お

よび微視破壊をモニタリングできる構造物健全性評価

システムの研究開発、並びに炭素材料の適用環境にお

ける材料特性評価とその評価手法の開発を行っている。 
今年度の成果を以下に記す。光ファイバセンサの一

種であるファイバ・ブラッグ・グレーティング

（FBG）の微弱な衝撃負荷の検出能を評価した。ひ

ずみゲージでは検出できない微弱な衝撃負荷を FBG
は高感度に検出できることを実証した。また超音波可

視化探傷において画像処理から欠陥位置を自動認識す

る技術開発を行い、アルミ平板に導入した0.1mm の

人工欠陥位置の自動認識を実現した。画像処理および

位相解析による全視野変位計測において、構造物表面

に存在する繰り返しのある規則性模様を利用した変位

計測法を新たに開発した。100mm ピッチのタイル模

様を用いて0.1mm の微小変位量の検出に成功した。

工業用カーボン材料の使用環境である高温物性の計測

では JIS R2207法に基づいて、2000℃を超えた高温で

の熱膨張を非接触法および接触法の両法で測定する装

置を試作した。炭素繊維の単繊維による材料力学的特

性評価では、ねじり試験と横方向圧壊試験方法を確立

するため、試験条件がねじり弾性率と圧壊強さ、圧縮

弾性率の測定結果に及ぼす影響を調べた。 
研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５ 
 

活性種計測技術研究グループ 

（Active State Technology Research Group） 

研究グループ長：中村 健  

（つくば中央第2、第5） 

概 要： 
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 薄膜とこれに関わる表面・界面は典型的なナノ材料

であり、機能性素子の要素として現代社会の基盤であ

る種々の大規模システムを構築している。当グループ

では、引き続き反応性の高い活性種が重要な役割を果

たすこれらナノ材料及びその作製プロセスに関して、

計測・分析・評価技術の研究開発を進めている。ナノ

材料に関しては、構造・形状、組成、状態を各々各種

顕微鏡法、質量分析法、分光法・光学的手法により計

測分析する研究開発を進めた。ナノ材料の作製プロセ

スに関しては、ナノ材料作製で重要な活性種の巨視

的・微視的状態を計測分析してプロセス制御に資する

研究開発を進めた。 

 今年度は、レーザー過渡吸収分光法による太陽電池

材料界面の分析・評価における空間分解能向上へ向け

た要素技術の開発、レーザー生成プラズマ励起光電子

分光法（EUPS）によるナノ材料最表面の分析・評価、

透過型電子顕微鏡（TEM）を用いたカーボンナノチ

ューブ等のナノ物質の生体リスク評価とナノ粒子評価

手法の国際標準化推進への展開、原子間力顕微鏡

（AFM）等の走査プローブ顕微鏡（SPM）や二次イ

オン質量分析法（SIMS）による表面分析の高精度化

を目指した国際標準化策定の推進、水晶振動子を用い

たナノ材料プロセス中の分圧計測技術の開発、及び関

連する表面・界面・薄膜のプロセスとその計測・分

析・評価技術の研究開発を行なった。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

４、テーマ題目５ 

 

ナノ移動解析研究グループ 

（Nano-Dynamics Analysis Research Group） 

研究グループ長：後藤 義人 

（つくば中央第5） 

概 要： 

 次世代産業における有望な材料の研究開発あるいは

化学物質の安全安心な取扱い指針の確立のため、固体

NMR（核磁気共鳴）、X 線結晶構造解析等の手法を中

心に、主に固体の化学結合状態、原子配列・分子配向

状態の解析および相の同定に関する高度な計測解析評

価技術を用いて、物質の重要な知見である構造・状態

変化、イオン・分子種の移動現象の機構解明などを目

的とした研究をおこなっている。とりわけ、環境・エ

ネルギー分野において重要な次世代高性能エネルギー

材料の開発のために、結晶構造、イオンの拡散機構お

よび構造相転移等の現象を正確に評価する基盤技術の

開発および知識の体系化を進めており、グリーンイノ

ベーションの創出に向けた貢献を目指している。さら

に、軽元素含有材料の結晶構造あるいは状態変化につ

いて、X 線回折測定、分光測定等の温度・圧力変化を

含めた実験データを基に定量的な評価を行うために、

計算化学、統計科学等の数理科学的方法の利用を目指

して推定する手法の構築を進めている。 

今年度は、雰囲気制御下で充填した試料を用いる

固体酸触媒の固体 NMR による評価手順を確立し、固

体酸触媒材料の局所構造の解明を行った。また、軽

元素含有材料の結晶構造解析法の開発を目指し、粉

末 X 線回折と量子化学計算を活用して新規超伝導体

の結晶構造およびキャリアー移動の推定を行った。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４ 

 

不均質性解析研究グループ 

（Inhomogeneity Analysis Research Group） 

研究グループ長：兼松 渉 

（中部センター） 

概 要： 

 非石油由来の高分子材料や排ガス浄化用触媒材料な

どグリーンイノベーションに資する新材料およびその

プロセスの設計指針を明らかにするために、系統的な

計測とそのデータの解析により新知識の獲得・体系化

を図る。具体的には、材料機能発現のために意図的に

導入された不均質性（例えば、マトリクス中に分散さ

れたナノ粒子の分散・化学結合状態などの空間ゆらぎ

や結晶構造の場所による違いなど）に注目し、これら

と材料機能との間の関係を定量的に記述することを目

指す。研究手段としては、分光学的手法等を用いて原

子・分子レベルからサブミリサイズまでの異なるスケ

ールでの計測を行い、各種統計理論などによる解析を

行って、どのスケールの因子が他の因子とどのように

関連しながら機能発現を支配しているかを明らかにす

る。また得られた知識を基に、新材料の特性評価手法

を中心とする JIS/ISO 等の工業標準提案にも取り組

む。 

今年度は、マトリクス中に分散させた粒子の形状・

配向・間隔等の特徴を空間統計解析により数値化する

手法を開発した。この手法を、ポリマーマトリクス中

にサブミリサイズの有機修飾セラミックス粒子を分散

させた放熱シート用ハイブリッド材料に適用した結果、

高濃度で粒子を充填した場合、粒子表面における分子

レベルでの有機修飾の効果によって分散粒子の方位が

揃い放熱特性が向上することが明らかとなった。また、

JIS/ISO 等の工業標準提案に向けた取り組みに関して

は、転動部材用窒化ケイ素の転動疲労試験手法の

ISO 規格が発行されるとともに、マグネシウム中不

純物酸素の分析手法については ISO の新業務項目

（NWIP）として提案、ジルコニア中イットリアの分

析手法については JIS 原案作成委員会での審議を経

て、同原案を作成した。 

研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５ 

 

ナノ標識計測技術研究グループ 

（Nanolabelling and Measurement Research Group） 
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研究グループ長：小野 泰蔵 

（中部センター） 

概 要：  

 ナノテクノロジーの健全な発展を促すため、ナノ物

質についての適切な計測評価技術の開発を行い、ナノ

物質の生体安全性に関する基礎的データを取得するこ

とを目的としている。具体的には、産業界で大量に使

用されることが想定されるカーボンナノチューブ

（CNT）類やフラーレン類などのナノ物質を研究の

中心課題としている。こうしたナノ物質は、従来の有

機化合物や無機化合物の概念の中間的な性質を有して

おり、これまでの一般的な計測手法では生体内に取り

込まれた状態で計測することは極めて難しく、有効な

生体内分布計測手法が存在しない。当研究グループで

は、ナノ物質を感度良く測定するためのナノ標識手法

を開発し、動物へ暴露したときの生体内移行性を含め

た動態解析とともに主要臓器へのナノ物質の生体影響

評価を行うための生体イメージング手法の開発研究を

行う。また、ナノ物質の分散化、分析、分級、標品調

製などのナノ物質評価を支援する基礎技術開発も同時

に進める。 

 今年度は、CNT とアスベストとの形態類似性から

懸念されている繊維仮説を検討するため、これまでに

蓄えた分散剤に関する知見を応用して動物試験に適用

可能な長繊維 SWCNT の高濃度水分散液（1 mg/ml
程度）の調整方法とその物理化学的キャラクタリゼー

ション法を確立した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目５ 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］有機・生体関連ナノ物質の状態計測技

術の開発 

［研究代表者］大久保 雅隆 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］浮邉 雅宏、高橋 勝利、志岐 成友、

柏谷 裕美、全 伸幸、小池 正記、 

田中 真人、豊川 弘之、小野 泰蔵、

早川 由夫、太田 一徳、山本 和弘、

井藤 浩志、藤原 幸雄、齋藤 直昭、

中村 健（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

 ライフイノベーションのための計測技術開発として、

組織から分子レベルの生体計測技術により生命現象を解

明ために、飛行時間型質量分析法による分子量測定、質

量分析分子イメ－ジング、免疫透過電子顕微鏡法による

生体内ナノ粒子物質イメージング、円二色性不斉分子の

分析等による分子構造解析、X 線及びテラヘルツイメー

ジングの開発を行った。 

1) 質量分析のための超伝導ストリップイオン検出器開

発において、時間精度1ナノ秒以下、検出面積5mm
を達成した。また、単一磁束量子（SFQ）超伝導デ

ジタル回路による高速パルス処理を目指して、イオン

の検出信号を SFQ パルスに変換することに成功した。 

2) 放射光を使わないで、波長140nm 以下の真空紫外

円偏光を発生する小型装置の開発を行い、アミロイド

βタンパク質の円二色性スペクトルの測定に成功した。 

3) 免疫透過電子顕微鏡法により、ナノ粒子を貪食した

肺胞マクロファージの生体反応として、受容体タンパ

ク質である Toll 様受容体4に対する活性化追跡が可能

となった。 

4) 超高分解能フーリエ変換質量分析（FT MS）とレ

ーザーイオン化を組み合わせた分子イメージングによ

り、植物の芽生え時に生成される分子のイメージング

に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、TOF-MS、MALDI、ESI、 

生体分子、超伝導デバイス、円二色性、

真空紫外、円偏光、透過型電子顕微鏡、

TEM 

 

［テーマ題目２］多階層制御材料の多元的動的計測・解

析技術に関する研究 

［研究代表者］鈴木 良一 

（極微欠陥評価研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 良一、鈴木 淳、永井 秀和、 

大村 英樹、齋藤 直昭、中村 健、 

古部 昭広、松﨑 弘幸、後藤 義人、

林 繁信、山脇 浩、藤久 裕司、 

竹谷 敏、小島 奈津子、兼松 渉、 

丸山 豊、新澤 英之、木野村 淳、 

大島 永康、大平 俊行、豊川 弘之、

渡辺 一寿、安本 正人、池浦 広美、

小川 博嗣、小池 正記、田中 真人、

山内 幸彦、本田 一匡 

（常勤職員29名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機・無機の不均質物質からなるナノ・マクロ多階層

制御材料は、今後、様々な産業分野における実用化が予

測されるが、本課題ではこれらの材料の開発に必須とな

る、多元的な計測手法によって得られたデータを統合的

に解析する技術の開発を行う。そのために、本年度は、

当部門の独自のナノ構造等計測技術を高度化するため以

下の要素技術の開発を進めるとともに、複数の計測デー

タを統合的に解析する手法の適用可能性を検討した。1) 

レーザー過渡吸収分光法を駆使した光機能ナノ材料、デ

バイスにおける機能発現および材料劣化機構に関する評

価手法開発では、光機能ナノ材料等の分析のために、

3500nm の長波長領域まで、レーザー過渡吸収分光法観

測を実現した。2) 光電子顕微鏡については試料励起光

源最適化による無機粒子分散材料の評価技術開発を行い、

光電子顕微鏡を用いて無機粒子分散材料の画像化に成功
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した。3）陽電子マイクロビームによるナノ材料の原子

～ナノ空隙の空間マッピング技術開発では、陽電子ビー

ムを真空から取り出し、深さ方向でナノメートルからマ

イクロメートルの範囲の原子～ナノ空隙の空間分布測定

ができることを実証した。4）塩基性プローブ分子によ

る界面領域の酸触媒機能評価のための固体 NMR 測定技

術開発では、無溶媒による塩基性プローブ分子導入法を

開発し、ゼオライトを対象として酸触媒機能評価のため

の固体 NMR 用測定技術確立に成功した。5) 各種マッ

プ情報の特徴を抽出する空間相関解析手法の開発では、

粒子分散材料の特性に大きく影響する分散粒子の異方性

を空間相関解析により数値化することに成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］多元的計測、レーザー過渡吸収、 

固体 NMR、光電子顕微鏡、陽電子ビー

ム、相関解析 

 
［テーマ題目３］インフラ診断技術の開発 

［研究代表者］津田 浩 

（構造体診断技術研究グループ） 

［研究担当者］卜部 啓、宮内 秀和、山本 哲也、 

遠山 暢之、李 志遠、鈴木 良一、 

豊川 弘之（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では構造物安全性確保に資する迅速かつ高精度、

可搬性に優れた健全性評価システムを開発することを目

標とし、具体的にはデジタルカメラを用いた高精度な変

位分布計測技術、および超音波探傷装置や可搬型 X 線

検査装置を活用して構造物中におけるサブミリメートル

サイズの欠陥情報のその場可視化技術を開発する。本年

度は以下の研究を行った。1) 規則格子模様を貼り付け

た構造物の変位を格子間隔の1/1000の精度で計測するこ

とができた。光ファイバセンサを用いてひずみゲージで

は検出できない微弱な振動を高感度に検出することがで

きた。また超音波伝搬状況を映像化する技術については

動画処理を施すことで0.1mm の大きさの欠陥の自動認

識に成功した。2) X 線を利用した非破壊検査技術につ

いては X 線管の処理技術を最適化し、カーボンナノ構

造体 X 線源の寿命を1万時間以上にする技術を確立する

とともに、個人向けの携帯型放射線線量計を改良し1年

以上の電池寿命を実現し、つくば市での実証実験の後、

企業へ技術移転した。3) 陽電子を利用した非破壊検査

については、超短パルスガンマ線を用いた光子誘起陽電

子寿命測定法の開発に成功し、金属試料の陽電子寿命を

評価した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光ファイバセンサ、超音波可視化探傷、

アコースティック・エミッション、放射

線線量計、光子誘起陽電子消滅 

 

［テーマ題目４］材料評価のための先端計測及び分析機

器開発 

［研究代表者］齋藤 直昭（イオン化量子操作研究グル

ープ） 

［研究担当者］志岐 成友、全 伸幸、浮辺 雅宏、 

小池 正記、古部 昭広、松﨑 弘幸、

井藤 浩志、中村 健、後藤 義人、 

林 繁信、大島 永康、木野村 淳、 

オローク ブライアン、鈴木 良一、 

大平 俊行、松林 信行、大久保 雅隆 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 新たな産業の創出と発展を先導するための先端計測や

分析機器の開発と、オープンイノベーション通じた社会

への貢献のため、下記のユーザニーズに対応した改良研

究と装置の利用公開を行った。 

1) 電子加速器の電源及び制御システムを一新し、消費

電力70kW 以下で陽電子ビームライン及び電子加速器

の運転を可能にした。垂直入射型陽電子ビームライン

で、低速陽電子を発生し、1µm 以下の薄膜試料の欠

陥測定を可能にして公開を開始した。 

2) X 線吸収分光装置では、開発した100画素超伝導ト

ンネル接合検出器アレイを搭載した新装置の公開を開

始した。従来型の半導体検出器では分析不可能であっ

た SiC 中の微量窒素ドーパント（300ppm）の XAFS
測定を実現した。 

3) 可視－近赤外過渡吸収分光装置では、主として太陽

電池材料やデバイス、ナノ材料、半導体材料、有機機

能性分子の過渡吸収測定を行い、物性評価や材料開発

の研究に貢献した。特に、企業からの依頼は実用化が

期待される有機系太陽電池が主であり、実用化に向け

た材料探索や反応機構解明のために重要なデータを提

供できた。 

4) 表面プローブ顕微鏡では、ナノデバイス測定におけ

る環境対応の強化を行った。具体的には、温度制御装

置を組み込むことにより、大気・液中測定に際する温

度制御が可能な試料台ユニットを装備した原子間力顕

微鏡（AFM）での測定を可能にした。これによって、

微粒子の付着力・凝着エネルギーの特定環境下での測

定（大気・水中でのシリコンウエハー上のパーティク

ル評価）や油中の金属微粒子の付着力や添加剤の表面

反応の評価などを可能にして分析依頼に応じた。 

5) 固体 NMR 装置では、試料まわりのハンドリング技

術の改良を行った。ガス雰囲気を制御して試料を調製

した後、高速回転用の特殊な試料管に雰囲気制御下で

試料を充填して NMR 測定を行うという手順を確立し、

雰囲気中での固体触媒材料の表面状態の観測を可能に

して分析依頼に応じた。アモルファスカーボン固体酸

触媒材料および金属酸化物系固体酸触媒材料の局所構

造を明らかにするとともに、触媒活性点の酸強度の強
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さを計測して、触媒材料の設計・合成へフィードバッ

クを行った。 

6) 集約化クリーンルームを整備し、超電導アナログ

デジタル計測デバイス開発拠点（CRAVITY）として

11月から公開を開始した。目標とするユーザ支援（外

部利用時間合計1000時間以上／年）を達成した。装置

利用の課金収入として約380万を達成した。H25年3月

には CRAVITY に関するシンポジウムを開催、70名

の出席者を得た。 

7) IBEC 機器公開によりユーザの計測分析ニーズに対

応し、所内外に対して合計167件（所内：38、所外：

129件）の支援を実施した。支援時間割合（平均）

30%以上の目標を達成するとともに、装置利用の課金

収入として約880万円を達成した。JASIS 展にて公開

機器についてのシンポジウムを開催して、120名の参

加者があった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］蛍光 X 線、超伝導検出器、陽電子、欠

陥計測、固体 NMR、レーザー分光法、

過渡吸収分光法、走査プローブ顕微鏡

（SPM）、原子間力顕微鏡（AFM） 

 

［テーマ題目５］物質の分析・評価技術の開発と標準化 

［研究代表者］兼松 渉（不均質性解析研究グループ） 

［研究担当者］岩下 哲雄、森川 久、小野 泰蔵、 

柘植 明、兼松 渉、山内 幸彦、 

井藤 浩志、野中 秀彦、藤原 幸雄、

鈴木 淳、中村 健、大久保雅隆 

（常勤職員12名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、物質の分析・特性評価に必要な計測技術

の研究及び標準化を行う。本年度は、以下の研究開発を

進めるとともに、規格発行に向けた国内外の関係者との

意見調整などを行った。1) 超高温熱膨張計測装置のプ

ロトタイプ機を開発し、カーボン系材料の熱膨張率を最

高2200℃付近まで接触および非接触法により同時計測し

た。2) ジルコニア中イットリアの化学分析手法に関し

て JIS 原案作成委員会を組織し JIS 原案を作成した。

窒化ケイ素の転動疲労特性評価手法の ISO 規格が発行

された。3) 極安定ラジカル作製手法の民間企業への技

術移転により ESR 計測用内部標準としての製品化に貢

献した。4) AFM プローブ特性計測手法に関する ISO
規格案の審議を DIS 投票段階まで進めた。また AFM
標準試料作製法の民間企業への技術移転により、その製

品化に貢献した。5) 超伝導センサーに関する新業務項

目素案を提案し、25年度に正式案を提出することで

IEC 専門委員会メンバーの合意を得た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超高温、熱膨張、イットリア、化学分析、

転動疲労、原子間力顕微鏡、標準試料、

超伝導センサー 

 

［テーマ題目６］ソフトイオン化・リアルタイム質量構

造分析装置の開発のための予備研究 

［研究代表者］齋藤 直昭 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］齋藤 直昭、藤原 幸雄 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 揮発性・半揮発性有機系混合試料の全成分をリアルタ

イムで分析可能なイオン付着イオン化法質量分析を基盤

にして、分子イオンの構造も分析できる、ソフトイオン

化・リアルタイム質量構造分析装置（IA-MS/MS）の開

発を推進している。今年度は、第1MS としてイオン付

着イオン源と QMS、第2MS として TOF-MS の方式を

採用した、IA-MS/MS 装置のプロトタイプの基本部を

設計構築した。また、分子の断片化の装置部分について

は、各種手法を評価できるように基本設計を行い、次年

度の構築の準備を完了した。これらにより、イオン付着

イオンの断片化技術の研究の基盤を構築できた。 

本装置を開発することで、未知の物質についても、そ

の質量と構造をリアルタイムで分析評価することが可能

になり、高機能部品、高純度材料、食品・医薬品など製

造プロセスの把握に基づく高効率製造や中間・最終製品

の品質管理などに適用できる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、ソフトイオン化、リアルタイ

ム分析、構造分析 

 

［テーマ題目７］放射性同位元素 Sr90の高感度・簡易

計測を目指した、レーザーイオン化質量

分析法の開発 

［研究代表者］永井 秀和 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］永井 秀和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 福島第一原子力発電所の事故により飛散した放射性物

質のうち、半減期が30年近い137Cs や90Sr は、長期にわ

たる環境汚染、健康影響が懸念されている。90Sr は、低

エネルギーのβ線しか放出しないため、放射線検出によ

る分析が難しく、前処理に2週間以上の手間がかかって

しまう。本研究では、より簡易な分析手法としてレーザ

ーイオン化質量分析法の開発を行った。レーザー光の波

長を Sr 原子の吸収287.3nm に合わせることにより、Sr
原子だけを選択的にイオン化できるので、分離・抽出な

どの前処理が不要になる。また同位体は飛行時間型の質

量分析計により同定することができる。レーザー照射に

よる個体試料（金属 Sr や、硝酸 Sr、塩酸 Sr）の気化

導入により、濃縮などの前処理なしで0.1ppm 程度の検

出感度が達成できた。共存する安定同位体88Sr による干
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渉の問題が解決できれば、90Sr の簡易分析法として有効

である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ストロンチウム、レーザーイオン化、質

量分析 

 

［テーマ題目８］高出力テラヘルツ波発生のための小型

電子銃開発 

［研究代表者］平 義隆（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、田中 真人 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 税関での違法薬物の密輸阻止など安全安心分野での実

用化を目指す高出力テラヘルツ波を発生するための小型

電子銃開発を行っている。テラヘルツ波は、紙やプラス

チックを透過し物質固有の指紋スペクトルが存在する。

本研究成果を基にした可搬型で高出力のテラヘルツ波発

生装置が実現することで、封書内部に隠匿された違法薬

物を実環境下で非開封検査することができる。テラヘル

ツ波は、サブピコ秒電子ビームの遷移放射によって発生

する。 

 本年度は、電子ビームを発生する装置である小型電子

銃の設計製作及び、電子ビームを加速する高周波源であ

るマグネトロンの動作確認を行った。 

 開発した高周波源を含む小型電子銃全体の大きさは

1.5m のテーブルトップサイズである。発振周波数の高

い（5.3GHz）マグネトロンの導入によって小型化を実

現した。高周波を蓄積するための銅空洞内面は、鏡面加

工とした。マグネトロンに電圧－25kV の高電圧パルス

を印加することで、ピーク出力40kW の高周波が発生し

ていることを確認した。電圧を－30kV に上げることで

600kW の出力が得られ、エネルギー0.9MeV の電子ビ

ームの発生が可能である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ波、超短パルス電子ビーム、

電子銃、マグネトロン 

 

［テーマ題目９］ナノ～マイクロ粒子の構造解析を可能

にする超低速飛行時間型質量分析計の開

発 

［研究代表者］全 伸幸 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］全 伸幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の飛行時間型質量分析法（Time-Of-Flight Mass 
Spectrometry: TOF MS）では、検出器の感度の問題に

起因して、分子イオンを数十 kV の高電圧で加速飛行さ

せることが常識であった。一方、超伝導検出器は数百 V
程度の低電圧で加速された分子イオンに対しても感度を

有していることから、TOF MS の検出部に超伝導検出

器を用いることによって低電圧加速の TOF MS が実現

可能になる。例えば、質量40MDa のウィルスを200V で

加速させたときの飛行速度は31m/s と極めて遅く、仮に

ウィルスが長さ300nm の棒状構造であるとすれば、超

伝導検出器に衝突する際に、10ns 程度の時間をかけて

ゆっくりと崩壊することになる。言い換えれば、分子が

衝突した際の検出器の応答信号を観測することにより、

ウィルスの構造に対する知見を得ることができるわけで

ある。 

本研究では、ウィルスのイオン化に実績のあるエレク

トロスプレー式エアロゾル発生器を、既存の TOF MS
装置近傍に設置し、約10cm 長の導電性チューブを用い

てナノ粒子を TOF MS 装置へ導入することを試みた。

TOF MS 導入部にあるスキマーの電圧を操作した瞬間

だけイオン電流が流れており、安定的にイオンが装置へ

導入されていないことが分かった。今後、安定的なナノ

粒子流を形成するためには、スキマーの径、差動排気の

圧力などが最適化された空気力学的レンズを使用するこ

とが必要になると思われる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］質量分析、検出器、超伝導、ナノ粒子、

ウィルス 

 

⑤【計量標準管理センター】 
（Metrology Management Center） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1 中央第3-9 

人 員：27名（19名） 

概 要： 

 計量標準は円滑な国際通商を実現するために不可欠

であり、さらに産業技術や研究開発の技術基盤である

とともに、環境・安全を評価するための技術基盤を与

えるなど、国民の生活に密着したものである。 

 社会に必要とされる計量標準を的確に把握してその

整備・普及の方向性を見出し、標準の供給を的確に行

うとともに、計量標準に係わる活動の成果を社会に広

く普及していく役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［計量標準管理センター］ 

 センター長 臼田 孝 

  総括主幹 金田 重保 

 ［計量標準計画室］ 

  室長 竹歳 尚之 他 

 ［標準供給保証室］ 

  室長 岸本 勇夫 他 

  [標準物質認証管理室] 

  室長 臼田 孝 他 

 ［国際計量室］ 
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  室長 加藤 英幸 他 

 ［計量研修センター］ 

  センター長 根田 和朗 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
計量標準計画室（Metrology Planning Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 計量標準の開発や供給を通じて産業界や社会のイノ

ベーションを促進させるため、研究実施部門と密接に

連携して、計量標準整備計画の策定、維持、改善を図

るとともに、講演会や成果発表会などの開催、報告

書・技術資料の発行などを通して、新しい計量標準に

関する研究成果の発信を行っている。 

 また、計量標準に係る活動内容や研究成果などを広

く普及するため、産技連知的基盤部会、NMIJ 計測ク

ラブ、計測標準フォーラムなどと連携し、NMIJ ホー

ムページ、展示会出展、パンフレット等、様々な形態

の広報・啓発普及活動の企画運営を行っている。 

 

標準供給保証室（Metrology Quality Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 産総研の成果である多岐にわたる物理系計量標準の

供給事務（申請書受付、証明書類発行など）を一元的

に行うとともに、その信頼性を保証するために必要な

ISO/IEC17025、ISO/IEC ガイド65に基づいた品質

システムの支援業務を行う。 

 標準供給業務としては、次のものがある。 

  ・特定計量器の検定、比較検査、基準器検査 

  ・特定計量器の型式承認試験 

  ・特定二次標準器の校正 

  ・特定副標準器の校正 

  ・技能試験参照値の付与 

  ・研究開発品の頒布 

  ・その他計量に係わる試験・校正サービス 

 

標準物質認証管理室（Reference Materials Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 産総研において研究開発された標準物質の頒布に関

する事務を行うとともに、その品質を保証するために

必要な ISO ガイド34、ISO/IEC17025に基づいた品質

システムの支援業務を実施している。主な業務として

は、標準物質の認証のための業務（標準物質認証委員

会の開催、標準物質認証書の発行等）、標準物質の該

当法規に従った安全な管理、標準物質の頒布業務、標

準物質に関わる技術相談、ホームページやカタログ配

布等による標準物質関連情報のユーザーへの発信など

がある。 

 

国際計量室 

（International Metrology Cooperation Office） 

（つくば中央第3-9） 

概 要： 

 計量標準・法定計量に関わる国際戦略策定の取りま

とめ。国際メートル条約、及び国際法定計量条約に関

係する各種国際会議・委員会・作業委員会（国際度量

衡委員会、国際法定計量委員会等）への対応。国際相

互承認（CIPM MRA、OIML MAA）への対応。計

測標準研究部門が参加する国際比較等の支援・管理。

二国間 MoU に基づく国際活動の取りまとめ。JICA
プロジェクト等の研修事業の支援。途上国向け技術研

修の受入支援。国際機関事務局（ APMP 及び

APLMF）との連絡・調整などを実施している。 
 

計量研修センター（Metrology Training Center） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

 計量研修センターは、都道府県・特定市の計量行政

公務員の研修及び民間の計量技術者に対して、一般計

量士、環境計量士の資格付与などのため、一般計量関

係及び環境計量関係の教習を企画・実施する研修機関

である。前身は、1952年に当時の通商産業省傘下に創

設された計量教習所で、2001年に独立行政法人化し、

産総研に合流した。 

 年間約800人の研修生を迎えて一般計量教習、一般

計量特別教習、環境計量特別教習、短期計量教習、環

境計量講習（濃度、騒音、振動関係）、及び計量行政

公務員のための特定教習などを企画し実施している。

また、計測技術者向けの技術研修などを実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データは、計量標準総合センターの業務報告デ

ータに記載。 

 

⑥【計量標準総合センター】 
（National Metrology Institute of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8563 つくば市梅園1-1-1 中央第3 

概 要： 

 産業技術総合研究所内の計測標準研究部門と計量標

準管理センターの2つの部署等を一括して、計量標準

総合センター（ National Metrology Institute of 
Japan：NMIJ）と総称している。計量標準総合セン

ターは、この2部署等が互いに連携を取りながら、経

済産業省が企画立案する政策のもと、計量標準や計測

分析技術に関する先導的な研究開発を行っていくとと

もに、質の高い標準供給を行い、我が国のトレーサビ

リティ制度と法定計量制度の発展に貢献をしている。

また、計量標準総合センターは、外部からは産総研の

計量に関わる活動の中核的な組織として位置付けられ、
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国際的にはメートル条約などにおいて日本の代表機関

として位置付けられている。 

 計量に関わる活動を円滑かつ確実に実施するため、

計量標準総合センター運営委員会（事務局：計量標準

計画室）及びその下部委員会である物理標準分科会、

化学標準分科会、法定計量分科会を、それぞれ定期的

に開催している。 

 具体的な、主な活動は以下の通りである。 

１）標準整備計画に基づく、既存の計量標準の維持・

改善と新しい標準の研究・開発 

２）高品質な標準の供給、共同研究・技術指導、広

報・啓発活動等による成果の普及 

３）計量標準の需要動向の調査と、それに基づく標準

整備計画や研究課題への反映 

４）メートル条約、OIML 条約などの国際条約に基

づく活動（計量標準の国際相互承認［MRA］、各国

の国家計量標準機関［NMI］との研究協力・技術

協力など） 

５）計量や計測に関する人材の育成 

６）計量法に基づく計量器の型式承認、基準器検査等 

--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（2013/3/31現在） 

[計量標準総合センター]  代表 三木 幸信 

 [計測標準研究部門] 

   部門長 千葉 光一 他 

 [計量標準管理センター] 

   センター長 臼田 孝 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
業務報告データ 

・計量標準総合センター全体会合 2回 

（4月4日、1月7日） 

・計量標準総合センター運営委員会 43回 

・第3期中期計画における2012年度の計量標準整備種類

数 12 

・2012年度供給開始標準項目 

 物理標準 11、標準物質 17 

・ピアレビュー及び ASNITE-NMI 認定審査 

技術ピアレビュー・ASNITE-NMI 認定の合同審査を

通じて、5分野での校正サービスについて認定を取

得・継続した。 

・JCSS 審査等への技術専門家の派遣 

 延べ84件、技術専門家の派遣を実施した。 

・講演会等 8回 

１．食総研・産総研ジョイントシンポジウム2012「その

分析値は信頼できますか？－食品の放射能測定の信頼

性確保に向けて－」（NMIJ、（独）農業･食品産業技

術総合研究機構 食品総合研究所主催、フード・フォ

ーラム・つくば 後援）7月20日 星陵会館ホール 東

京 

２．NMIJ 標準物質セミナー2012「確かな分析と標準物

質」（NMIJ 主催）9月5日 幕張メッセ 

３．「放射線・放射能計測とその信頼性確保のための取

り組み」ワークショップ（NMIJ 主催）9月6日 幕張

メッセ 

４．産総研オープンラボ 分野講演会「計量標準：今日

的課題への対応」10月25日 産総研つくばセンター 

５. NMIJ 国際計量標準シンポジウム2012（NMIJ 主催、

（一社）日本計量機器工業連合会共催） 10月11日 

東京ビッグサイト会議棟6F 

６. NMIJ 法定計量セミナー2012（NMIJ 主催、（一

社）日本計量機器工業連合会共催） 10月12日 東京

ビックサイト会議棟6F 

７. 計測標準フォーラム第10回講演会（計測標準フォー

ラム主催、産総研 NMIJ 協賛）11月9日 大田区産業

プラザ PiO 

８．計量標準総合センター2012年度成果発表会 1月24

日～25日 産総研つくばセンター共用講堂 

・技能試験 

１. NMIJ 分析技能向上支援プログラム「農薬残留分析

の信頼性向上のための技能試験」 5月9日～7月27日、

参加者43名 

２．NMIJ 分析技能向上支援プログラム「バリデーショ

ンと不確かさ評価のための技能試験」－第5回：玄米

中無機元素分析－9月11日～11月16日、参加者155名 

・主なイベント参加 

１．「NCSL International 2012」ブース出展 7月29日

～8月2日 米国 Sacramento Convention Center 
２.「平成24年度霞が関子ども見学デー」ブース出展 

8月18日～19日 経済産業省 

３．「JASIS2012」出展 9月5日～7日 幕張メッセ 

４．「INTERMEASURE2012」ブース出展 10月10日

～12日 東京ビッグサイト 

・出版物発行 1回 

1. 産総研計量標準報告 Vol.8No.4発刊（2013.3） 
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①物理標準 

最上位に位置する国の計量標準の設定・維持・供給という責務を果たすため、さまざまな量に対する国の計量標準

を整備して、計量・計測器の校正・試験、標準物質の頒布といった形で利用者への標準供給サービスを行っている。 

 

法定計量 

  
種  類 受理個数 

検査・ 

試験個数 
不合格個数 不合格（％） 

イ 検定 0 0 0 - 

ロ 型式承認 77 91 9 9.9  

ハ 基準器検査 2,956 3,036 35 1.2  

ニ 比較検査 26 26 0 0.0  

 

校正・試験等 

  種  類 受理個数 校正・試験個数 

ホ 特定標準器による校正  

 （特定二次標準器） 
439 423 

へ 

依頼試験(一般) 2,599 2,086 

依頼試験(特殊)･技能試験用校正 33 37 

特定標準器による校正  

 （特定副標準器） 
12 14 

OIML 適合性試験 12 14 

ト 研究開発品 7 7 

 

イ、検 定 

   当所で現在行われている計量法に基づいた検定業務は、精度の極めて高いものと高度の検定設備能力を必要とす 

 るものなどの機種だけがその対象となっている。 

種  類 
      項 目  

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

ガラス製温度計 
つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 - 

総     計 0 0 0 - 
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ロ、型式承認 

 計量器の構造（性能及び材料の特性を含む。）をあらかじめ十分に試験して、一定の基準に適合するものに「型

式の承認」を与え、同一構造のものについては、その後の計量器の検定に際し、構造の検定を省略（一部残るもの

もある）し、検定の適正化と効率化を図る制度である。 

種 類 

      項 目 

 

実施場所 

受 理 個 数 
試 験 

個 数 

承 認 

個 数 

不承認 

個 数 

不承 

認率

（%） 
新規 追加 計 

タクシーメーター 

つくばセンター 

関西センター 

2 

0 

0 

0 

2 

0 

2 

0 

2 

0 

0 

0 

0.0 

- 

合   計 2 0 2 2 2 0 0.0 

質
量
計 

非自動はかり 

つくばセンター 10 10 20 24 21 3 12.5 

関西センター 0 1 1 1 1 0 0.0 

合   計 10 11 21 25 22 3 12.0 

温
度
計 

ガラス製体温計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

抵抗体温計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 4 3 7 5 5 0 0.0 

小   計 4 3 7 5 5 0 0.0 

合   計 4 3 7 5 5 0 0.0 

体
積
計 

水道メーター 

つくばセンター 5 5 10 9 6 3 33.3 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 5 5 10 9 6 3 33.3 

温水メーター 

つくばセンター 0 1 1 3 2 1 33.3 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 1 1 3 2 1 33.3 

燃料油メーター 

つくばセンター 0 3 3 3 3 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 3 3 3 3 0 0.0 

液化石油ガスメーター 

つくばセンター 0 1 1 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 1 1 0 0 0 - 

ガスメーター 

つくばセンター 0 6 6 12 12 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 6 6 12 12 0 0.0 

合   計 5 16 21 27 23 4 14.8 

圧
力
計 

アネロイド型圧力計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

アネロイド型血圧計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 12 6 18 23 22 1 4.3 

小   計 12 6 18 23 22 1 4.3 

合   計 12 6 18 23 22 1 4.3 

熱
量
計 

積算熱量計 

つくばセンター 1 1 2 3 2 1 33.3 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 1 1 2 3 2 1 33.3 

騒
音
計 

普通騒音計 

つくばセンター 1 0 1 1 1 0 0.0 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

精密騒音計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 1 0 1 1 1 0 0.0 

照度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

合   計 0 0 0 0 0 0 - 
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種 類 

      項 目 

 

実施場所 

受 理 個 数 
試 験 

個 数 

承 認 

個 数 

不承認

個 数 

不承 

認率

（%） 
新規 追加 計 

濃
度
計 

ジルコニア式酸素濃度

計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

溶液導電率式二酸化硫

黄濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

磁気式酸素濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

紫外線式二酸化硫黄濃

度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

紫外線式窒素酸化物濃

度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

非分散型赤外線式二酸

化硫黄濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

非分散型赤外線式窒素

酸化物濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 1 1 1 1 0 0.0 

小   計 0 1 1 1 1 0 0.0 

非分散型赤外線式一酸

化炭素濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

化学発光式窒素酸化物

濃度計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

ガラス電極式水素イオ

ン濃度検出器 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 0 0 0 - 

ガラス電極式水素イオ

ン濃度指示計 

つくばセンター 0 0 0 0 0 0 - 

関西センター 4 0 4 4 4 0 0.0 

小   計 4 0 4 4 4 0 0.0 

合   計 4 1 5 5 5 0 0.0 

合  計 
つくばセンター 19 27 46 57 49 8 14.0 

関西センター 20 11 31 34 33 1 2.9 

総      計 39 38 77 91 82 9 9.9 
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ハ、基準器検査 

 計量器の構造、修理などの事業を行う者及び計量関係行政機関等が、検定、定期検査、立入検査などを行う場合

には、その標準として基準器検査に合格して基準器検査成績書が交付された基準器を用いることになっている。基

準器検査の対象機種の大半については当所が検査を行っており、これらの業務は計量法に基づいて行う重要な標準

供給業務となっている。なお、基準器検査は検定手数料の関係から次の二つに大別される。 

 (1) 手数料を徴収する検査（計量器メーカー等が使用するもの） 

  (2) 手数料を伴わない検査（計量行政機関等が使用するもの） 

 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

長
さ 

基準巻尺 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 19 20 0 0.0  

合   計 19 20 0 0.0  

質
量
基
準
器 

基準手動天びん 

つくばセンター 97 97 3 3.1  

関西センター 98 102 5 4.9  

小   計 195 199 8 4.0  

基準台手動はかり 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 0 0 0 - 

小   計 0 0 0 -  

基準直示天びん 

つくばセンター 4 4 0 0.0  

関西センター 3 3 0 0.0  

小   計 7 7 0 0.0  

特級基準分銅 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 1,165 1,223 1 0.1  

小   計 1,165 1,223 1 0.1  

合   計 1,367 1,429 9 0.6  

温
度
基
準
器 

基準ガラス製温度計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 419 435 5 1.1  

合   計 419 435 5 1.1  

体
積
基
準
器 

基準フラスコ 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 16 17 0 0.0  

小   計 16 17 0 0.0  

基準ビュレット 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 14 18 0 0.0  

小   計 14 18 0 0.0  

基準ガスメーター 

つくばセンター 64 60 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 64 60 0 0.0  

基準水道メーター 

つくばセンター 57 69 3 4.3  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 57 69 3 4.3  

基準燃料油メーター 

つくばセンター 59 59 2 3.4  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 59 59 2 3.4  

基準タンク 

つくばセンター 93 93 4 4.3  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 93 93 4 4.3  

基準体積管 

つくばセンター 50 47 1 2.1  

関西センター 0 0 0 - 

小   計 50 47 1 2.1  

合   計 353 363 10 2.8  
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 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

密
度
基
準
器 

基準密度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 27 27 1 3.7  

小   計 27 27 1 3.7  

液化石油ガス用 

浮ひょう型密度計 

  

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 51 50 1 2.0  

小   計 51 50 1 2.0  

合   計 78 77 2 2.6 

圧
力
基
準
器 

基準液柱型圧力計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 151 148 1 0.7  

小   計 151 148 1 0.7  

基準重錘型圧力計 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 344 341 7 2.1  

小   計 344 341 7 2.1 

合   計 495 489 8 1.6 

騒
音 

基準静電型マイクロホ

ン 

つくばセンター 21 21 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

合   計 21 21 0 0.0  

振
動 

基準サーボ式ピックア

ップ 

つくばセンター 17 15 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

合   計 17 15 0 0.0  

濃
度 

基準酒精度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 23 23 0 0.0  

合   計 23 23 0 0.0  

比
重
基
準
器 

基準比重浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 139 139 0 0.0  

小   計 139 139 0 0.0  

基準重ボーメ度浮ひょう 

つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 25 25 1 4.0  

小   計 25 25 1 4.0  

合   計 164 164 1 0.6  

合  計 
つくばセンター 462 465 13 2.8  

関西センター 2,494 2,571 22 0.9  

  総      計 2,956 3,036 35 1.2  
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ニ、比較検査 

 比較検査は、検定と同様に合否の判定を行うが、具体的な器差を明らかにして成績書を交付し、精密な計量に奉

仕する制度である。 

 

 種   類 
      項 目    

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率

（%） 

酒精度浮ひょう 
つくばセンター 0 0 0 - 

関西センター 26 26 0 0.0 

合   計 26 26 0 0.0 

 

ホ、特定標準器による校正試験 

特定標準器による校正（特定二次標準器） 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

01.長さ 1 0 1 1 0 1 

 光周波数コム装置 1 0 1 1 0 1 

02.幾何学量 2 0 2 2 0 2 

 ロータリーエンコーダ 2 0 2 2 0 2 

03.時間 148 0 148 134 0 134 

 周波数発振器 148 0 148 134 0 134 

04.質量  35 0  35  35 0  35 

 標準分銅  35 0  35 35 0 35 

05.力 23 0 23 20 0 20 

 実荷重式、こうかん式又は油圧式力基準機 23 0 23 20 0 20 

06.トルク 5 0 5 5 0 5 

 参照用トルクメータ 5 0 5 5 0 5 

07.圧力  14 0  14  14 0  14 

 ピストン式重錘型圧力標準器   14 0  14  14 0  14 

09.真空 2 0 2 2 0 2 

 粘性真空計 2 0 2 2 0 2 

10.流量 20 0 20 22 0 22 

 ISO 型トロイダルスロート音速ノズル 8 0 8 8 0 8 

  気体流量校正装置 1 0 1 0 0 0 

 石油用流量計  9 0  9 12 0 12 

 超音波流速計 1 0 1 1 0 1 

 微風速校正風洞 1 0 1 1 0 1 

11.密度 6 0 6 6 0 6 

 シリコン単結晶 6 0 6 6 0 6 

14.音響 7 0 7  9 0  9 

 標準マイクロホン 7 0 7  9 0  9 

16.振動加速度 1 0 1 1 0 1 

 振動加速度計 1 0 1 1 0 1 

19.直流・低周波 31 0 31 31 0 31 

 交流抵抗器 2 0 2 2 0 2 

 電圧発生装置 5 0 5 5 0 5 

 標準キャパシタ 4 0 4 4 0 4 

 標準抵抗器 17 0 17 17 0 17 

 誘導分圧器 3 0 3 3 0 3 

20.高周波 39 0 39 37 0 37 

 ピストン減衰器 1 0 1 1 0 1 

 固定長エレメント型ダイポールアンテナ 2 0 2 2 0 2 

 光パワー測定装置 5 0 5 4 0 4 

  光電検出器 1 0 1 1 0 1 

高周波インピーダンス 8 0 8 8 0 8 

高周波電圧 2 0 2 2 0 2 
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種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

高周波電力 2.9 mm 同軸 3 0 3 3 0 3 

高周波電力 7 mm 同軸 10 0 10 9 0 9 

 同軸可変減衰器 6 0 6 6 0 6 

 同軸固定減衰器 1 0 1 1 0 1 

21.測光量・放射量 10 0 10 10 0 10 

 分光応答度 4 0 4 4 0 4 

 分光放射照度 6 0 6 6 0 6 

22.放射線 18 0 18 17 0 17 

 放射線線量計 18 0 18 17 0 17 

23.放射能 14 0 14 7 0 7 

 放射能測定装置(遠隔校正）   14 0 14 7 0 7 

25.温度 20 0 20 27 0 27 

 貴金属熱電対 10 0 10 17 0 17 

 白金抵抗温度計 10 0 10 10 0 10 

26.湿度 16 0 16 16 0 16 

 露点計 16 0 16 16 0 16 

28.硬さ 27 0 27 27 0 27 

  ロックウェル硬さ標準片 27 0 27 27 0 27 

合   計 439 0 439 423 0 423 
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ヘ、依頼試験 

依頼試験 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

01.長さ 32 0 32 32 0 32 

 ブロックゲージ絶対測定 24 0 24 24 0 24 

 距離計 3 0 3 3 0 3 

 波長(周波数)安定化レーザ 4 0 4 4 0 4 

 標準尺絶対測定(指定線間) 1 0 1 1 0 1 

02.幾何学量 45 0 45 46 0 46 

 CMM による幾何形状測定 29 0 29 28 0 28 

 オートコリメータ 1 0 1 2 0 2 

 ステップゲージ 2 0 2 2 0 2 

 ボールプレート・ホールプレート 3 0 3 3 0 3 

 ロータリーエンコーダ 1 0 1 1 0 1 

 一次元グレーティング 1 0 1 1 0 1 

 多面鏡 1 0 1 1 0 1 

 平面度 7 0 7 8 0 8 

03.時間 67 0 67 59 0 59 

 周波数（遠隔校正） 60 0 60 52 0 52 

 周波数発振器 原子発振器・商用発振器 7 0 7 7 0 7 

04.質量 6 0 6 6 0 6 

  分銅又はおもり 6 0 6 6 0 6 

05.力 1 0 1 1 0 1 

  高精度力計 1 0 1 1 0 1 

06.トルク 7 0 7 7 0 7 

 トルクメータ 5 0 5 5 0 5 

  参照用トルクレンチ 2 0 2 2 0 2 

07.圧力 8 0 8 8 0 8 

 液体 3 0 3 3 0 3 

 気体 5 0 5 5 0 5 

09.真空計 17 0 17 17 0 17 

 リーク 5 0 5 5 0 5 

 真空計 6 0 6 6 0 6 

 標準コンダクタンス 6 0 6 6 0 6 

10.流量 16 0 16 16 0 16 

  液体小流量 3 0 3 3 0 3 

 液体大流量及び中流量 10 0 10 10 0 10 

 気体小流量 1 0 1 1 0 1 

  石油小流量（軽油） 1 0 1 1 0 1 

  石油大流量（軽油・灯油） 1 0 1 1 0 1 

11.密度 6 0 6 6 0 6 

  固体材料 6 0 6 6 0 6 

12.粘度・動粘度 18 0 18 13 0 13 

 粘度標準液 18 0 18 13 0 13 

13.体積（衡量法） 0 7 7 0 7 7 

 フラスコ(出用) 0 7 7 0 7 7 

14.音響 2 0 2 2 0 2 

 音場感度（計測用マイクロホン） 2 0 2 2 0 2 

15.超音波 35 0 35 35 0 35 

 音場感度（ハイドロホン） 28 0 28 28 0 28 

  超音波パワー 6 0 6 6 0 6 

  超音波音場パラメタ 1 0 1 1 0 1 

17.衝撃加速度 2 0 2 2 0 2 

  電圧感度 2 0 2 2 0 2 

19.直流・低周波 6 0 6 6 0 6 

 インダクタ 1 0 1 1 0 1 

  交流電圧計 1 0 1 1 0 1 
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種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

変流器 4 0 4 4 0 4 

20.高周波 20 0 20 20 0 20 

 アンテナ係数試験 2 0 2 4 0 4 

 レーザパワー 3 0 3 2 0 2 

高周波インピーダンス 2 0 2 2 0 2 

高周波電力 6 0 6 6 0 6 

 同軸可変減衰器 3 0 3 3 0 3 

 導波管可変減衰器 1 0 1 1 0 1 

 利得（ホーンアンテナ） 3 0 3 2 0 2 

21.測光量・放射量 23 0 23 23 0 23 

 分光応答度 11 0 11 11 0 11 

 分光拡散反射率（可視域）  8 0 8 8 0 8 

 分光放射照度 4 0 4 4 0 4 

22.放射線 2132 0 2132 1652 0 1652 

  β線 173 0 173 173 0 173 

 照射線量（率）測定器 23 0 23 23 0 23 

 水吸収線量 5 0 5 5 0 5 

 放射線量検出素子 1931 0 1931 1451 0 1451 

23.放射能 2 0 2 2 0 2 

 放射能濃度 2 0 2 2 0 2 

24.中性子  1 0  1 1 0  1 

  中性子源校正試験 1 0 1 1 0 1 

25.温度 17 0 17 16 0 16 

 カプセル型白金抵抗温度計 3 0 3 2 0 2 

 貴金属温度計 1 0 1 1 0 1 

 非接触温度計・校正装置 13 0 13 13 0 13 

26.湿度 6 0 6 3 0 3 

  物質量分率表示が可能な微量水分計 2 0 2 2 0 2 

 露点計 4 0 4 1 0 1 

27.固体物性 9 0 9 10 0 10 

  熱拡散率 1 0 1 1 0 1 

 熱膨張率（線膨張係数） 8 0 8 9 0 9 

29.衝撃値 1 0 1 1 0 1 

 衝撃試験機 1 0 1 1 0 1 

30.粒子・粒子特性 4 0 4 2 0 2 

  粒径 1 0 1 0 0 0 

 粒子数濃度 3 0 3 2 0 2 

31.純度 73 0 73 55 0 55 

 高純度有機標準物質 73 0 73 55 0 55 

51.計量器の構成要素及び検査装置の試験 13 0 13 15 0 15 

 質量計用ターミナル・デジタルディスプレイ 7 0 7 6 0 6 

 質量計用指示計（アナログ信号） 2 0 2 5 0 5 

  特定計量器外部接続装置の性能試験 2 0 2 2 0 2 

 燃料油メーター用表示装置 2 0 2 2 0 2 

52.その他 23 0 23 23 0 23 

 体積 14 0 14 14 0 14 

 流量 9 0 9 9 0 9 

合   計 2592 7 2599 2079 7 2086 
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へ．依頼試験 

依頼試験（特殊）・技能試験用校正 

種     類 

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

05.力 6 0 6 6 0 6 

  高精度力計 6 0 6 6 0 6 

10.流量 1 0 1 1 0 1 

 気体小流量 1 0 1 0 0 0 

  微風速 0 0 0 1 0 1 

11.密度 0 1 1 0 1 1 

 密度浮ひょう 0 1 1 0 1 1 

13.体積 0 6 6 0 6 6 

  フラスコ（受用） 0 3 3 0 3 3 

  メスシリンダー（受用） 0 3 3 0 3 3 

14.音響 4 0 4 4 0 4 

  サウンドレベルメータ 2 0 2 2 0 2 

  音響校正器 2 0 2 2 0 2 

16.振動加速度 0 0 0 3 0 3 

 振動加速度計 0 0 0 3 0 3 

19.直流・低周波 2 0 2 2 0 2 

  キャパシタ 1 0 1 1 0 1 

 交直電圧比較装置 1 0 1 1 0 1 

20.高周波 3 0 3 4 0 4 

  レーザパワー校正 1 0 1 1 0 1 

 高周波電力 2 0 2 3 0 3 

25.温度 1 0 1 1 0 1 

 非接触温度計・校正装置 1 0 1 1 0 1 

28.硬さ 9 0 9 9 0 9 

  ロックウェル硬さ標準片 9 0 9 9 0 9 

合   計 26 7 33 30 7 37 
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ヘ、依頼試験 

特定標準器による校正（特定副標準器） 

                 実施場所 

 種 類  

受 理 個 数 校 正 個 数 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

つくば 

センター 

関西 

センター 
計 

19.直流・低周波 7 0 7 7 0 7 

 交流電圧用交直変換器 3 0 3 3 0 3 

 交流電流用交直変換器 1 0 1 1 0 1 

 電圧発生装置 1 0 1 1 0 1 

 標準抵抗器 2 0 2 2 0 2 

25.温度 5 0 5 7 0 7 

 温度計用 4 0 4 4 0 4 

 放射温度計校正用 1 0 1 3 0 3 

合    計 12 0 12 14 0 14 

 
ヘ、依頼試験 

OIML 適合性試験 

種 類 
      項 目 

実施場所 
受理個数 検査個数 不合格個数 

不合格率 

（％） 

試験成績書審査 
つくばセンター 6 5 0 0.0  

関西センター 0 0 0 - 

質量計用ロードセル 
つくばセンター 5 8 4 50.0  

関西センター 0 0 0 - 

非自動はかり 
つくばセンター 1 1 0 0.0 

関西センター 0 0 0 - 

合  計 12 14 4 28.6  

 

ト、研究開発品 

             実施場所 

種類 

頒 布 個 数 

つくばセンター 関西センター 計 

1.熱拡散率試験片（4枚） 0 0 0 

2.石英ヨウ素セル 0 0 0 

3.パッシブ型シールドループアンテナ 0 0 0 

4.標準コンダクタンスエレメント 7 0 7 

合  計 7 0 7 
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②認証標準物質 

 計量標準総合センターでは品質システムを整備し、生産計画に基づいて標準物質の生産を行っている。特性値は安

定性と均一性を確認し、妥当性が確かめられた測定方法とトレーサビリティの確立された計測標準を用いている。ま

た、不確かさを算出した上で内部の標準物質認証委員会にて審議され、認証標準物質（NMIJ CRM）を随時頒布し

ている。 

 

認証標準物質の一覧表 

（NMIJ 認証標準物質） 

識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 1001-a 鉄－クロム合金（Cr 5 %） 2 

NMIJ CRM 1002-a 鉄－クロム合金（Cr 15 %） 2 

NMIJ CRM 1003-a 鉄－クロム合金（Cr 20 %） 2 

NMIJ CRM 1004-a 鉄－クロム合金（Cr 30 %） 2 

NMIJ CRM 1005-a 鉄－クロム合金（Cr 40 %） 2 

NMIJ CRM 1006-a 鉄－ニッケル合金（Ni 5 %） 2 

NMIJ CRM 1007-a 鉄－ニッケル合金（Ni 10 %） 2 

NMIJ CRM 1008-a 鉄－ニッケル合金（Ni 20 %） 2 

NMIJ CRM 1009-a 鉄－ニッケル合金（Ni 40 %） 2 

NMIJ CRM 1010-a 鉄－ニッケル合金（Ni 60 %） 2 

NMIJ CRM 1011-b 鉄－炭素合金（C 0.1 %） 6 

NMIJ CRM 1012-b 鉄－炭素合金（C 0.2 %） 6 

NMIJ CRM 1013-b 鉄－炭素合金（C 0.3 %） 6 

NMIJ CRM 1014-b 鉄－炭素合金（C 0.5 %） 6 

NMIJ CRM 1015-b 鉄－炭素合金（C 0.7 %） 6 

NMIJ CRM 1016-a 鉄クロム合金（Cr 40 %） 2 

NMIJ CRM 1017-a   EPMA 用ステンレス鋼 3 

NMIJ CRM 1018-a   EPMA 用 Ni（36 %）－Fe 合金 0 

NMIJ CRM 1019-a EPMA 用 Ni（42 %）－Fe 合金 0 

NMIJ CRM 1020-a EPMA 用高ニッケル合金 3 

NMIJ CRM 3001-b フタル酸水素カリウム 46 

NMIJ CRM 3002-a ニクロム酸カリウム 2 

NMIJ CRM 3003-a 三酸化二ひ素 18 

NMIJ CRM 3004-a アミド硫酸 9 

NMIJ CRM 3005-a 炭酸ナトリウム 8 

NMIJ CRM 3006-a よう素酸カリウム 8 

NMIJ CRM 3007-a しゅう酸ナトリウム 10 

NMIJ CRM 3401-a 一酸化窒素 0 

NMIJ CRM 3402-b 二酸化硫黄 0 

NMIJ CRM 3403-a 亜酸化窒素標準ガス（高濃度、窒素希釈） 0 

NMIJ CRM 3404-c 酸素 0 

NMIJ CRM 3406-c 一酸化炭素 1 

NMIJ CRM 3407-a 二酸化炭素 0 

NMIJ CRM 3601-a ナトリウム標準液 Na（1000） 0 

NMIJ CRM 3602-a カリウム標準液 K（1000） 0 

NMIJ CRM 3604-a マグネシウム標準液 Mg（1000） 2 

NMIJ CRM 3605-a アルミニウム標準液 Al（1000） 0 

NMIJ CRM 3606-a 銅標準液 Cu（1000） 0 

NMIJ CRM 3607-a 亜鉛標準液 Zn（1000） 1 

NMIJ CRM 3608-a 鉛標準液 Pb（1000） 0 

NMIJ CRM 3609-a カドミウム標準液 Cd（1000） 0 

NMIJ CRM 3610-a マンガン標準液 Mn（1000） 1 

NMIJ CRM 3611-a 鉄標準液 Fe（1000） 1 

NMIJ CRM 3612-a ニッケル標準液 Ni（1000） 0 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 3613-a コバルト標準液 Co（1000） 1 

NMIJ CRM 3614-a ひ素標準液 As（1000） 1 

NMIJ CRM 3615-a アンチモン標準液 Sb（1000） 1 

NMIJ CRM 3616-a ビスマス標準液 Bi（1000） 0 

NMIJ CRM 3621-a バリウム標準液 Ba（1000） 1 

NMIJ CRM 3622-a モリブデン標準液 Mo（1000） 1 

NMIJ CRM 3623-a ストロンチウム標準液 Sr（1000） 1 

NMIJ CRM 3625-a タリウム標準液 Tl（1000） 1 

NMIJ CRM 3626-a すず標準液 Sn（1000） 0 

NMIJ CRM 3629-a インジウム標準液 In（1000） 0 

NMIJ CRM 3631-a ガリウム標準液 Ga（1000） 0 

NMIJ CRM 3632-a バナジウム標準液 V（1000） 0 

NMIJ CRM 4001-b エタノール 1 

NMIJ CRM 4002-a ベンゼン 14 

NMIJ CRM 4003-b トルエン 11 

NMIJ CRM 4004-a 1,2-ジクロロエタン 0 

NMIJ CRM 4005-a ジクロロメタン 0 

NMIJ CRM 4006-a 四塩化炭素 0 

NMIJ CRM 4011-a o-キシレン 1 

NMIJ CRM 4012-a m-キシレン 1 

NMIJ CRM 4013-a p-キシレン 1 

NMIJ CRM 4014-a 1,1-ジクロロエチレン 0 

NMIJ CRM 4019-a ブロモホルム（トリブロモメタン） 0 

NMIJ CRM 4020-a ブロモジクロロメタン 1 

NMIJ CRM 4021-a エチルベンゼン 1 

NMIJ CRM 4022-b フタル酸ジエチル 7 

NMIJ CRM 4030-a ビスフェノール A 13 

NMIJ CRM 4036-a ジブロモクロロメタン 4 

NMIJ CRM 4038-a 1,2-ジクロロプロパン 0 

NMIJ CRM 4039-a 1,4-ジクロロベンゼン 2 

NMIJ CRM 4040-b アクリロニトリル 10 

NMIJ CRM 4051-b メタン 2 

NMIJ CRM 4052-b プロパン 1 

NMIJ CRM 4054-a アセトアルデヒド 19 

NMIJ CRM 4055-a スチレン 3 

NMIJ CRM 4056-a ペルフルオロオクタン酸 2 

NMIJ CRM 4202-a p､p'’-DDE 標準液 0 

NMIJ CRM 4203-a γ-HCH 標準液 0 

NMIJ CRM 4206-a PCB28標準液 0 

NMIJ CRM 4207-a PCB153標準液 0 

NMIJ CRM 4208-a PCB170標準液 0 

NMIJ CRM 4209-a PCB194標準液 0 

NMIJ CRM 4210-a PCB70標準液 0 

NMIJ CRM 4211-a PCB105標準液 0 

NMIJ CRM 4213-a ベンゾ[a]ピレン標準液 3 

NMIJ CRM 4214-a p,p’-DDT, p,p’-DDE, γ-HCH 混合標準液 0 

NMIJ CRM 4215-a 燃料中硫黄分分析用標準液 0 

NMIJ RM 4216-a トルエン（燃料中硫黄分分析用-ブランク） 0 

NMIJ CRM 4217-a 燃料中硫黄分分析用標準液-高濃度 1 

NMIJ CRM 4220-a ペルフルオロオクタンスルホン酸カリウム標準液（メタノール溶液） 2 

NMIJ CRM 4403-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、排出レベル） 0 

NMIJ CRM 4404-a SF6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5 %） 0 

NMIJ CRM 4405-a C2F6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5 %） 0 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 4406-a SF6・C2F6・CF4混合標準ガス（窒素希釈、濃度0.5 %） 0 

NMIJ CRM 5001-a ポリスチレン2400 3 

NMIJ CRM 5002-a ポリスチレン500 28 

NMIJ CRM 5004-a ポリスチレン1000 24 

NMIJ CRM 5005-a ポリエチレングリコール400 4 

NMIJ CRM 5006-a ポリエチレングリコール1000 8 

NMIJ CRM 5007-a ポリエチレングリコール1500 3 

NMIJ CRM 5008-a ポリスチレン（多分散） 1 

NMIJ RM 5009-a ポリスチレン8500 2 

NMIJ CRM 5010-a ポリエチレングリコールノニルフェニルエーテル 0 

NMIJ CRM 5101-a しゅう酸塩 pH 標準液 0 

NMIJ CRM 5102-a フタル酸塩 pH 標準液 0 

NMIJ CRM 5103-a 中性りん酸塩 pH 標準液  0 

NMIJ CRM 5104-a りん酸塩 pH 標準液 0 

NMIJ CRM 5105-a ほう酸塩 pH 標準液 0 

NMIJ CRM 5106-a 炭酸塩 pH 標準液 0 

NMIJ CRM 5202-a SiO2／Si 多層膜標準物質 3 

NMIJ CRM 5203-a GaAs／AlAs 超格子 1 

NMIJ CRM 5401-a シクロヘキサン（熱分析用標準物質） 9 

NMIJ CRM 5502-a 動的粘弾性（PVC） 2 

NMIJ CRM 5503-a 動的粘弾性（PMMA） 9 

NMIJ CRM 5504-a 動的粘弾性（PE-UHMW） 2 

NMIJ CRM 5505-a 動的粘弾性（PEEK） 5 

NMIJ CRM 5506-a シャルピー衝撃試験（PVC） 6 

NMIJ CRM 5507-a シャルピー衝撃試験（PMMA） 4 

NMIJ CRM 5601-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用石英ガラス 1 

NMIJ CRM 5602-a 陽電子寿命による超微細空孔測定用ポリカーボネート 1 

NMIJ CRM 5603-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：3×1015 atoms/cm2） 0 

NMIJ CRM 5604-a 低エネルギーひ素イオン注入けい素（レベル：6×1014 atoms/cm2） 0 

NMIJ CRM 5701-a ポリスチレンラテックス ナノ粒子（120 nm） 3 

NMIJ CRM 6001-a コレステロール 5 

NMIJ CRM 6002-a テストステロン 0 

NMIJ CRM 6003-a プロゲステロン 0 

NMIJ CRM 6004-a 17β-エストラジオール 8 

NMIJ CRM 6005-a クレアチニン 0 

NMIJ CRM 6006-a 尿素 2 

NMIJ CRM 6007-a ヒドロコルチゾン 0 

NMIJ CRM 6008-a 尿酸 2 

NMIJ CRM 6009-a トリオレイン 1 

NMIJ CRM 6011-a L-アラニン 4 

NMIJ CRM 6012-a L-ロイシン 3 

NMIJ CRM 6013-a L-イソロイシン 3 

NMIJ CRM 6014-a L-フェニルアラニン 1 

NMIJ CRM 6015-a L-バリン 7 

NMIJ CRM 6016-a L-プロリン 0 

NMIJ CRM 6017-a L-アルギニン 2 

NMIJ CRM 6018-a L-リシン一塩酸塩 2 

NMIJ CRM 6022-a グリシン 0 

NMIJ CRM 6026-a L-グルタミン酸 0 

NMIJ CRM 6027-a L-アスパラギン酸 0 

NMIJ CRM 6201-b Ｃ反応性蛋白溶液  5 

NMIJ CRM 6203-a 定量分析用デオキシリボ核酸（DNA）水溶液 5 

NMIJ CRM 6401-b コルチゾール分析用ヒト血清（4濃度レベル） 2 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 6901-a C-ペプチド 1 

NMIJ CRM 7202-b 河川水（微量元素分析用 添加） 70 

NMIJ CRM 7302-a 海底質（有害金属分析用） 5 

NMIJ CRM 7303-a 湖底質（有害金属分析用） 8 

NMIJ CRM 7304-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－高濃度） 2 

NMIJ CRM 7305-a 海底質（ポリクロロビフェニル、塩素系農薬類分析用－低濃度） 1 

NMIJ CRM 7307-a 湖底質（多環芳香族炭化水素分類分析用） 2 

NMIJ CRM 7308-a トンネル粉じん（多環芳香族炭化水素分析用・有害元素分析用） 4 

NMIJ CRM 7401-a サメ肝油（塩素系農薬類分析用） 0 

NMIJ CRM 7402-a タラ魚肉粉末標準物質（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 31 

NMIJ CRM 7403-a メカジキ魚肉粉末（微量元素・アルセノベタイン・メチル水銀分析用） 18 

NMIJ CRM 7404-a スズキ魚肉粉末(有機汚染物質分析用) 0 

NMIJ CRM 7405-a ひじき粉末（微量元素・ひ素化合物分析用） 30 

NMIJ CRM 7501-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅠ） 48 

NMIJ CRM 7502-a 白米粉末（微量元素分析用 Cd 濃度レベルⅡ） 48 

NMIJ CRM 7503-a 白米粉末（ひ素化合物・微量元素分析用） 110 

NMIJ CRM 7504-a 玄米粉末(残留農薬分析用) 3 

NMIJ CRM 7505-a 茶葉粉末（微量元素分析用） 6 

NMIJ CRM 7507-a ネギ粉末（残留農薬分析用） 2 

NMIJ CRM 7508-a キャベツ粉末（残留農薬分析用） 11 

NMIJ CRM 7510-a リンゴ粉末（残留農薬分析用） 1 

NMIJ CRM 7511-a 大豆粉末（微量元素分析用） 6 

NMIJ CRM 7512-a ミルク粉末（微量元素分析用） 0 

NMIJ CRM 7531-a 玄米粉末（カドミウム分析用） 74 

NMIJ CRM 7541-a 玄米（放射性セシウム分析用） 150 

NMIJ CRM 7901-a アルセノベタイン水溶液 26 

NMIJ CRM 7902-a 絶縁油（ポリクロロビフェニル分析用－高濃度） 2 

NMIJ CRM 7903-a 絶縁油（ポリクロロビフェニル分析用－低濃度） 1 

NMIJ CRM 7904-a 重油（ポリクロロビフェニル分析用） 0 

NMIJ CRM 7905-a 重油（ポリクロロビフェニル分析用－ブランク） 0 

NMIJ CRM 7906-a ポリクロロビフェニル混合標準液（KC混合物ノナン溶液） 1 

NMIJ CRM 7912-a ひ酸 [As(V)]水溶液 45 

NMIJ CRM 7913-a ジメチルアルシン酸水溶液 43 

NMIJ CRM 8001-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（α型） 16 

NMIJ CRM 8002-a ファインセラミックス用炭化けい素微粉末（β型） 10 

NMIJ CRM 8003-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅰ 7 

NMIJ CRM 8004-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（直接窒化合成）Ⅱ 23 

NMIJ CRM 8005-a ファインセラミックス用窒化けい素微粉末（イミド分解合成） 3 

NMIJ CRM 8006-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（低純度） 4 

NMIJ CRM 8007-a ファインセラミックス用アルミナ微粉末（高純度） 4 

NMIJ CRM 8102-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Pb；低濃度） 10 

NMIJ CRM 8103-a   重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Pb；高濃度） 1 

NMIJ CRM 8105-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Pb；低濃度） 8 

NMIJ CRM 8106-a   重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Pb；高濃度） 9 

NMIJ CRM 8108-b 臭素系難燃剤含有ポリスチレン 30 

NMIJ CRM 8109-a 臭素系難燃剤含有ポリ塩化ビニル 6 

NMIJ CRM 8110-a 臭素系難燃剤含有ポリスチレン（高濃度） 18 

NMIJ CRM 8112-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；低濃度） 8 

NMIJ CRM 8113-a 重金属分析用 ABS 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 9 

NMIJ CRM 8115-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Hg，Pb；低濃度） 28 

NMIJ CRM 8116-a 重金属分析用 ABS 樹脂ディスク（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 11 

NMIJ CRM 8123-a 重金属分析用 PVC 樹脂ペレット(Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度) 11 

NMIJ CRM 8133-a 重金属分析用 PP 樹脂ペレット（Cd，Cr，Hg，Pb；高濃度） 5 
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識別記号 名   称 頒 布 数 

NMIJ CRM 8136-a 重金属分析用 PP 樹脂ディスク(Cd,Cr,Hg,Pb; 高濃度) 22 

NMIJ CRM 8151-a ポリプロピレン（フタル酸エステル類分析用） 9 

NMIJ CRM 8202-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）(Pb 低濃度) 4 

NMIJ CRM 8203-a 鉛フリーはんだチップ（Sn96.5Ag3Cu0.5）(Pb 高濃度) 2 

NMIJ CRM 8301-a バイオエタノール 0 

化学系標準物質計 1,450 

NMIJ RM1101-a-1 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：1 6 

NMIJ RM1101-a-2 熱膨張率標準物質（単結晶シリコン） 形状：2 0 

NMIJ RM1102-a-1 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：1 0 

NMIJ RM1102-a-2 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 形状：2 2 

NMIJ RM1104-a 熱膨張率標準物質（ガラス状炭素） 2 

NMIJ RM1301-a 熱拡散時間標準薄膜（窒化チタン薄膜／石英ガラス基板） 1 

NMIJ RM1401-a 熱伝導率標準物質(等方性黒鉛) 1 

NMIJ CRM5803-a-1 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用）：形状１ 1 

NMIJ CRM5803-a-2 熱膨張率測定用単結晶シリコン（低温用）：形状２ 0 

NMIJ CRM5804-a 熱拡散率測定用等方性黒鉛 12 

NMIJ CRM5806-a 比熱容量測定用単結晶シリコン（低温用） 2 

物理系標準物質計 27 

合   計 1,477 
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③外国出張・招へい、協力協定、国際比較 

外国出張 

出張件数 出張先国 出張目的 

180件 

フランス 

 国際度量衡総会 

国際度量衡委員会 

国際度量衡委員会諮問委員会 

 国際法定計量委員会 

 アジア太平洋計量計画 

 アジア太平洋法定計量フォーラム 

 二国間比較 

 その他 

ニュージーランド 

アメリカ 

韓国 

タイ 

ドイツ 

パプア・ニューギニア 

中国 

フィリピン 

イギリス 

トルコ 

ルーマニア 

イタリア 

その他 

 

 

外国人招へい 

件数 招へい国 招へい目的 

9件 
韓国（8件） 

 ピアレビュー その他 
オーストラリア（1件） 

 

産総研技術研修による外国人の受入 

分野 人数（人） 相手国 

環境標準 

電気標準第2 

1 

2 
タイ 

ガス標準 1 メキシコ 

 

JICA 予算による外国人の受入 

0件 

 

外国機関との研究協力覚書締結  

 0件 

 

国際比較 

分野 （BIPM） 件 数   

時間・周波数 0   

長さ 2   

質量関連量 2   

音響・超音波・振動 0   

測温 1   

物質量 4   

測光・放射 1   

放射線 2   

電気・磁気 1   

合計 13   
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④講習・教習 

平成24年度計量教習実績 

計量標準管理センター 計量研修センター 

 
 
 

講習・教習名 対 象 者 期  間 場 所 受講者数 

一般計量教習 後    期 
計量士になろうとする者及び計量行政機

関の職員 
H24. 9.19～12.13 3月 つくば 30 

一 般 計 量 特 別 教 習 
計量士になろうとする者及び計量行政機

関の職員で一般計量教習を修了した者 

H25. 1.10～ 3. 8 2月 つくば 26 

環境計量特別

教 習 

濃  度  関  係 H25. 1.10～ 3. 1 7週間 つくば 3 

 騒音・振動関係 H25. 3. 4～ 3.19 2.5週間 つくば 2 

短期計量教習 
第一回 

計量行政機関等の職員 
H24. 7.10～ 8. 7 1月 つくば 35 

第二回 H24. 8.20～ 9.14 1月 つくば 34 

特 定 教 習 

計量検定所・計量検査

所 新 任 所 長 教 習 
都道府県及び特定市の新任所長 H24. 6. 4～ 6. 6 3日 つくば 28 

計量検定所・計量検査

所 幹 部 職 員 教 習 
都道府県及び特定市の幹部計量公務員 H24. 7.18～ 7.20 3日 つくば 12 

計量検定所・計量検査

所新任計量職員教習 
都道府県及び特定市の計量公務員 H24. 5. 7～ 5.11 1週間 つくば 17 

指 定 製 造 

事 業 者 制 度 教 習 

当該制度の検査に携わる都道府県等の職

員 
H24. 6.18～ 6.29 2週間 つくば 14 

環 境 計 量 証 明 

事 業 制 度 教 習 
都道府県及び特定市の職員 H24. 5.21～ 6. 1 2週間 つくば 11 

技 術 教 習 

 基準タンクの検査 
都道府県及び特定市の計量公務員 H24.12.20～12.21 2日 つくば 22 

技術教習 非自動

はかりの定期検査 

質量計の定期検査業務に従事する都道府

県・特定市の職員 

H24. 9.24 1日 臨海 39 

H24.10.17 1日 福岡市 19 

H24.11. 1 1日 関西 31 

特 定 計 量 証 明 事 業 管 理 者 講 習 

当該事業の環境計量士（濃度関係）であ

って、ダイオキシン類の実務の経験一年

以下等の者 

H24.10.15～10.19 1週間 つくば １ 

計 量 研 修 

計測における不確か

さ研修（中･上級コ

ース） 

計量関係技術者 H24.12.13～12.14 2日 つくば 19 

非自動はかりの定期

検査研修 

質量計の定期検査業務に従事する指定定

期検査機関職員及び代検査業務を行って

いる計量士 

H24. 9.25 1日 臨海 34 

H24.11. 2 1日 関西 40 

H25. 2. 6 1日 広島市 25 

環境計量士（騒音

・振動関係）スキル    

アップ研修（自動車

騒音常時監視手法コ

ース） 

環境計量証明事業所に勤務する環境計量

士 
H25. 1.24～ 1.25 2日 つくば 16 

環境計量講習 

濃 度 関 係 

環境計量士の国家試験に合格した者であ

って、施行規則第51条（登録条件）の条

件を満たさない者。登録しようとする区

分に係る環境計量証明事業者等に属し、

かつ、計量に関する実務に1年以上従事

している方については、その実務経験が

認められれば環境計量士として登録する

ことが出来るので本講習を受講すること

は不要 

H24. 7.10～ 7.13 

各4日間 つくば 

29 
H24. 7.24～ 7.27 30 
H24. 7.31～ 8. 3 29 
H24. 8.14～ 8.17 25 
H24. 8.21～ 8.24 29 
H24. 9.11～ 9.14 27 
H24. 9.25～ 9.28 20 
H24.10. 9～10.12 20 
H24.10.23～10.26 19 
H24.11.13～11.16 25 

騒 音 ・ 振 動 関 係 

H24. 8. 6～ 8.10 

1週間 つくば 

27 
H24. 8.27～ 8.31 27 
H24.10. 1～10. 5 23 
H24.11. 5～11. 9 16 

合 計 (人) 804 
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６）地質分野 
（Geological Survey and Applied Geoscience） 
--------------------------------------------------------------------------- 
①【研究統括・副研究統括・研究企画室】 
（Director-General・Deputy Director-General・ 

Research Planning Office） 
 

研 究 統 括：佃 栄吉 

副研究統括：矢野 雄策 

 

概 要： 

研究統括は、理事長の命を受けて、各研究分野にお

ける研究の推進に係る業務の統括管理を行っている。

研究分野間の融合を推進し、業務を実施している。 

副研究統括は、研究統括の命を受けて、各研究分

野における研究の推進に係る業務の企画及び立案

に参画するとともに、各研究分野の人事マネジメン

ト及び人材育成に係る業務（企画本部及び総務本部の

所掌に属するものを除く。）を統括している。研究分

野間の融合を推進し、業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
地質分野研究企画室（Research Planning Office of 
 Geological Survey and Applied Geoscience） 
 

所在地：つくば中央第2、つくば中央第7 

人 員：7名（6名） 

概 要： 

当研究企画室は、独立行政法人産業技術総合研究所

組織規程第10条及び組織規則第7条の規定に基づき、

研究所の業務のうち、地質分野における研究の推進に

関する業務を行っている。具体的には以下のとおり。 

１．分野の運営に関する業務 

２．原課及びその他関連機関への対応 

３．学会、業界、企業等の外部機関との連携促進に

関する業務 

４．国際案件に関する業務 

５．地震・火山噴火等の自然災害に対する緊急対応 

６．研究統括及び副研究統括の支援 

そして、これら業務の結果として地質分野における傑

出した研究成果の創出、知的基盤としての地質情報整

備、外部研究資金獲得の増加、所内外そして海外での

産総研地質分野の存在アピール向上に貢献している。 

１．については、研究戦略や予算編成等の、分野の

基本方針の策定、年度計画・年度実績の取りまとめ、

及び分野融合プロジェクトの企画並びに総合調整を行

っている。 

  ２．については、経済産業省等の省庁原課との連携

調整に関する業務全般、視察への対応等を行っている。 

３．については、関連する業界団体との定期懇談会

やシンポジウムの開催、オープンラボ出展の取りまと

めを行う等、外部機関との積極的な連携の強化を図っ

ている。 

４．については、地質調査総合センター（GSJ）と

しての MOU 締結等の海外地質調査所や地球科学研

究機関との連携に関する業務、海外からの研修生の受

け入れ、その他国際機関や国際会議への対応等、分野

の国際活動を推進している。 

  ５．については、地質分野に関係する自然災害に備

えた緊急連絡体制の整備を行い、災害発生に際しては

社会的要請に応じて緊急調査の実施及び成果の発信に

係る業務を行う。なお、平成24年度においては、前年

度に引き続き東北地方太平洋沖地震対応として、各研

究ユニットとの連携のもと、現地調査のための研究者

の派遣やマスコミ対応に関する支援、ホームページを

通じた情報発信等を実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［地質分野研究企画室］ 

  研究企画室長   伊藤 順一  他 

 

②【活断層・地震研究センター】 

（Active Fault and Earthquake Research Center） 
（存続期間：2009.4～） 

 

研究センター長：岡村 行信 

副研究センター長：桑原 保人 

総 活 研 究 主 幹：杉山 雄一 

総 活 研 究 主 幹：小泉 尚嗣 

 

所在地：つくば中央第七 

人 員：30名（30名） 

経 費：2,372,474千円（1,113,303千円） 

 

概 要： 

 活断層・地震研究センターは、活断層評価の高度

化、海溝型地震評価の高度化、地震災害評価の高度

化をミッションとする研究ユニットとして 2009年4

月に設置された。その特徴は、地形・地質学に重点

を置いた過去の地震活動を解明する研究を実施する

とともに、地球物理学的な地震発生メカニズムに関

する調査研究も融合させ、広い視点からの研究を展

開することにある。今までに、活断層に関しては、

活動履歴や地震規模を解明するためのトレンチ調査

をはじめとする野外調査や将来の活動を予測するた

めの物理モデルの構築など、海溝型地震に関しては、

過去の巨大津波の規模と履歴を明らかにするための

津波堆積物調査や東海・東南海・南海地震を予測す

るための深部滑りの観測と解析など、地震災害の予

測に関しては、地震発生時の地盤変形や地震動を予
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測するモデルの構築などを進めてきた。 

 設立2年目の末に当たる2011年3月11日に東北地方

太平洋沖地震が発生した。地震後、多くの地震研究

者が想定外の地震と発言する中で、産業技術総合研

究所が地震発生前から行っていた津波堆積物調査に

基づいた過去の巨大津波を復元する研究が注目され、

地質学に基づいた地震研究の重要性が広く認識され

ることとなった。そのため、第3次補正予算によって、

地質学に基づいた地震研究を加速するための予算が

配分され、津波堆積物調査や活断層調査を、規模を

拡大して実施した。津波堆積物については下北半島

から仙台湾、茨城県、房総半島、東海地方から近畿

地方まで、多くの地点で重要なデータを取得した。

また、関東地方とその周辺域の活断層についても、

有益なデータ収集と解析ができた。これらのデータ

は今後解析を進めて公表する予定である。また、南

海トラフ沿いの深部すべりの観測施設も2カ所を増設

することができ、今後の観測精度の向上が期待され

る。 

 一方、地質分野全体の協力によって進められてい

る政策課題「沿岸域地質・活断層調査」では、石狩

平野南部の沿岸海域における海陸のシームレス地質

情報の整備を進めた。また、産総研内の競争的資金

である戦略予算についても、2つの課題が認められ産

総研内の地質分野以外の研究ユニットや産総研外の

研究機関との共同研究を実施した。 

 外部予算は、文部科学省、京都大学、東京大学、

九州大学、科学技術振興機構、(株)大崎総合研究所、

原子力安全基盤機構、日本学術振興会からの14件の

課題について獲得し、陸域及び海域の活断層調査や

地震災害予測のための研究・調査を実施した。 

 東北地方太平洋地震後に急増したマスコミからの

取材や講演・原稿の依頼は徐々に落ち着いてきたが、

興味の対象が活断層や地震・津波研究全般に広がっ

てきており、依然として関心が高い。取材や講演な

ど要望に対してはできるだけ対応し、社会への情報

提供と研究成果の普及に努めた。また、研究及び調

査の成果は学会及び学術雑誌上で積極的に公表した

ほか、産総研のウェブページ、ニュースをはじめ、

各種の媒体を通して速やかに発信した。また、「活

断層・古地震研究報告」第12号を編集・刊行すると

ともに、当センターの研究活動の広報のため、ウェ

ブページの運営、センターニュースの発行・配布を

行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 

イノベーション推進本部予算（裁量）「地震・火山噴火

のリスク対策に関する国際標準化」 

 

重点研究加速予算（戦略予算）「南海・東南海地震の前

兆現象検出精度向上のための共同研究」 

 

融合・連携推進予算（戦略予算）「地震・津波等の次世

代リスク評価シミュレーション技術の構築」 

 

外部資金： 

文部科学省 受託研究費「活断層の補完調査」 

 

文部科学省 受託研究費「沿岸海域における活断層調

査」 

 

京都大学防災研究所 財団等受託研究費「上町断層帯に

おける重点的な調査研究」 

 

九州大学 財団等受託研究費「警固断層帯（南東部）に

おける重点的な調査観測」 

 

防災科学技術研究所 財団等受託研究費「ひずみ集中帯

の重点的調査観測・研究 海域活構造の地形地質調査」 

 

東京大学地震研究所 財団等受託研究費「東北地方太平

洋沖で発生する地震・津波の調査観測」 

 

科学技術振興機構 財団等受託研究費「鉱山での地震被

害低減のための観測研究 震源域で採取した岩石試料の

物性および破壊特性の研究」 

 

㈱大崎総合研究所 財団等受託研究費「動力学シミュレ

ーションにおける傾斜逆断層の解析的検討」 

 

原子力安全基盤機構 請負研究費「平成24年度 柏崎深

部地震動観測サイト周辺の地震・GPS 観測網の保守

（その1）」 

 

原子力安全基盤機構 請負研究費「平成24年度 柏崎深

部地震動観測サイト周辺の地震・GPS 観測網の保守

（その2）」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「巨大地震断層の力

学的・水理学的特性の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「南海トラフにおけ

る未知の巨大津波に関する地形・地質学的研究」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「非火山性深部低周

波微動の波動特性を利用したメカニズム解決定と微動発

生機構の解明」 

 

日本学術振興会 科学研究費補助金「石垣島・宮古島の

津波堆積物の調査－巨大地震を繰り返す琉球海溝沈み込
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み」 

 

発 表：誌上発表39件、口頭発表158件、その他60件 

--------------------------------------------------------------------------- 
活断層評価研究チーム 

（Active Fault Evaluation Team） 

研究チーム長：吉岡 敏和 

概 要： 

 活断層の過去の活動を把握し、将来の活動を予測す

るための調査・研究を行う。国の地震調査研究推進本

部が選定した「基盤的調査観測の対象活断層」等の重

要活断層について、位置・形状、活動度、最新活動時

期、活動間隔などを明らかにするための調査・研究を

行った。調査の方法は、地形地質調査、トレンチ調査、

ボーリング調査、海域活断層の音波探査などで、調査

結果は、既存の文献資料とともに活断層データベース

として整理し、インターネット上で公開している。ま

た、活断層の評価手法の高度化のため、連動型地震の

予測手法に関する研究、最近の地震断層に関する詳細

な研究、孤立した短い活断層の研究も併せて行った。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目９、テーマ題目

13、テーマ題目15、テーマ題目18、テーマ

題目20、テーマ題目21 

 

地震発生機構研究チーム 

（Seismogenic Process Research Team） 

研究チーム長：桑原 保人 

概 要： 

 本研究チームでは、地質学的調査を主体とした履歴

情報に加え、地殻活動のモニタリング、モデリングと

いった地球物理学的な研究から得られる地下の深部構

造、応力情報等を融合させることにより、物理モデル

に基づく内陸地震および海溝型地震の予測技術の開発

を目指す。本年度は主に糸魚川－静岡構造断層帯をタ

ーゲットに広域の応力場が説明できるよう陸と海のプ

レートの形状と相互作用を取り入れた現実的なモデル

を作成し、また、地震破壊の連動を予測するためのコ

ンピュータシミュレーション技術の改良手法を検討し

た。南海トラフの深部構造・応力状態解明のための地

震観測を継続し、深部低周波微動のメカニズム解の空

間変化を把握した。 

研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目９、テーマ

題目12、テーマ題目15、テーマ題目16、テ

ーマ題目17、テーマ題目20、テーマ題目25、

テーマ題目29 

 

地震素過程研究チーム 

（Laboratory Seismology Research Team） 

研究チーム長：増田 幸治 

概 要： 

 シミュレーションによる地震発生予測精度の向上に

資するため、断層深部における塑性変形から摩擦滑り

に遷移する構成則の提案につながるような、深部にお

ける変形プロセス解明を目指す。断層破砕帯の変形過

程解明のための詳細な構造地質学的解析、地殻深部の

高温高圧環境を実現できる実験装置を使用した変形・

破壊実験等を行った。過去に地下深部にあって現在地

表に露出している岩石を地質学的に調べて、地下深部

における岩石の変形機構と過去の応力状態を明らかに

した。実験室で高温高圧の地下深部環境を作り出して、

地下深部で起こっているすべり現象を再現することで、

地震発生の場での断層や岩石の変形様式の解明に取り

組んだ。さらに、断層周辺の応力状態と地震切迫度の

関係を示すモデル構築のために、室内 AE 実験によっ

て基礎データを取得した。 

研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

９、テーマ題目24、テーマ題目27 

 

地震地下水研究チーム 

（Tectono-Hydrology Research Team） 

研究チーム長：松本 則夫 

概 要： 

 国の東海地震予知事業および地震調査研究業務を分

担し、地殻活動と地下水変動の関係を解明するために、

地下水等の観測・研究業務を行っており、地震に関連

する地下水変化における日本の中核的研究チームであ

る。東海・近畿・四国地域を中心に、全国に50以上の

観測点を展開し、地下水の水位・自噴量・水温等の観

測とともに、一部の観測点では、歪・GPS・傾斜計

等による地殻変動や地震の同時観測も行っている。こ

れは、地震予知研究のための地下水観測網としては

質・量において世界有数のものである。観測データは

電話回線等を通じて当チームに送信され、それらのデ

ータを用いて地下水等の変動メカニズム解明のための

研究と、深部ゆっくりすべりや深部低周波微動のモニ

タリングを行なっている。特に重要なデータは気象庁

にもリアルタイムで送られて東海地震予知のための監

視データとなっている。観測結果は、解析手法ととも

にホームページを通じてデータベースとして公開して

お り （ http://riodb02.ibase.aist.go.jp/gxwell/GSJ/ 
index. shtml）、地震防災対策強化地域判定会（東海

地震の予知判定を行う気象庁長官の諮問機関）・地震

予知連絡会・地震調査委員会にデータを報告・説明し

ている。平成24年度は、産総研の歪データと防災科研

の高感度加速度計（傾斜計）データに加え、産総研の

地下水データおよび気象庁の歪データを統合した解析

を開始し、東海・東南海・南海地震のプレート境界の

短期的ゆっくりすべりを高精度で信頼性が高いモニタ

リングが可能となったことが特筆すべき成果である。 
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研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目４、テーマ題目

５、テーマ題目６、テーマ題目12、テーマ

題目15、テーマ題目16 

 

海溝型地震履歴研究チーム 

（ Subduction Zone Paleoearthquake Research 
Team） 

研究チーム長：宍倉 正展 

概 要： 

 くり返し発生する海溝型地震の中でもまれに巨大化

し、異常に大きな津波を伴って甚大な被害をもたらす

ことがある。2011年東北地方太平洋沖地震（M9.0）

は、まさにその典型例であった。このような巨大地震

は、津波や地殻変動の痕跡を地層や地形に残すことが

知られていることから、本研究チームでは沿岸域での

低地や湖沼の堆積物調査、生物遺骸群集や離水海岸地

形の調査などを実施し、過去の海溝型巨大地震の履歴

解明のための研究を行っている。さらに、これらの調

査で明らかになった津波堆積物の分布域や地殻変動量

などの観察事実について、定量的に説明できる断層・

津波波源モデルを構築するため、津波及び地殻変動シ

ミュレーションなどの検討を行い、過去に発生した海

溝型巨大地震像の復元と将来の巨大津波の予測のため

の研究を実施した。 

研究テーマ：テーマ題目6、テーマ題目12、テーマ題目

15、テーマ題目21、テーマ題目26、テーマ

題目28 

 

地震災害予測研究チーム 

（Earthquake Hazard Assessment Team） 

研究チーム長：阿部 信太郎 

概 要： 

 地震による被害軽減に資することを目指して、主に

地震時の断層変位による表層地盤の変形予測手法に関

する研究を行った。本研究においては深谷断層および

綾瀬川断層を検討対象として、反射法地震探査、ボー

リング調査等を実施し、地盤の力学的特性も含めて地

下構造データの充実を図った。これらに基づき地震発

生層レベルの深度を対象として実施した拡張有限要素

法コードを用いた断層滑りシミュレーションの結果を

浅層地盤の物性を考慮した有限要素モデルに受け渡す

ことにより表層地盤の変形を予測する深部と浅部の連

結解析手法の開発に取り組んだ。 

研究テーマ：テーマ題目８、テーマ題目13、テーマ題目

15、テーマ題目16、テーマ題目17、テーマ

題目19、テーマ題目20、テーマ題目22、テ

ーマ題目26 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］活断層評価の研究 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、吾妻 崇、宮下 由香里、

丸山 正、近藤 久雄、楮原 京子、 

長 郁夫、村上 文敏、谷口 薫、 

宮本 富士香、中井 未里 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 活断層評価の高精度化および評価手法の高度化を図る

ため、日本およびトルコ共和国の活断層について、古地

震調査を実施した。短い活断層から発生する地震の評価

手法開発のため、活断層の長さの精査ならびに地質図と

の比較を行った。また断層破砕物質を用いて活断層の活

動性を評価するための研究についても、試料の採取や分

析を進めた。 

 調査結果の普及と有効活用の目的ですでに公開中の活

断層データベースについては、外部クラウドへの移行に

対応するための準備作業を行うとともに、画面を見やす

くするためのレイアウト等の修正作業を行った。 

１）内陸および沿岸海域の活断層調査 

 北アナトリア断層系で追加の古地震調査を実施し、

最近2回の地震時変位量を復元した。また、糸魚川－

静岡構造線活断層系中部において古地震調査を実施し、

岡谷断層における最近4回の活動履歴を明らかにした。

平成23年福島県浜通りの地震に伴う地震断層等のトレ

ンチ調査を実施し、過去の活動時期を明らかにした。

孤立した短い活断層については、データ精度の向上の

ため、空中写真判読のクロスチェックに基づく活断層

の長さの精査ならびに5万分の１地質図幅との比較を

行った。断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の

一般化に向け、岩国断層帯、西山断層帯等の断層岩試

料の鉱物化学分析を実施した。また、湯ノ岳断層のト

レンチ調査を実施し、断層岩試料を採取した。 

２）活断層データベースの整備 

 インターネット上で公開中の活断層データベースに

ついては、平成25年度からの産総研公開データベース

を外部クラウドへの移行に対応するための準備作業を

行った。また、一部の断層位置の微修正を行うととも

に、精度に関する注釈文を追記した。さらに、画面を

見やすくするためのレイアウト等の修正作業を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、地震、古地震、活動性、評価、

情報、データベース、インターネット  

 

［テーマ題目２］地震発生の物理モデルに関する研究 

［研究代表者］桑原 保人（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］長 郁夫、加瀬 祐子、桑原 保人、 

今西 和俊、木口 努、中井 未里、 

武田 直人、松下 レイケン 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、大地震の発生予測精度の向上のため、モ
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ニタリングと物理モデルに基づいた予測手法を開発する

ことを目的とする。活断層で発生する大地震については、

主に糸魚川— 静岡構造線断層帯（以下、糸静線）をター

ゲットに、断層の深部構造や応力状態のモニタリング結

果を取り入れ、地震の発生時期と破壊の連動性の予測を

行う。そのために必要な研究開発要素は、1)糸静線の深

部構造モデル、2)糸静線の応力状態の把握、3）複雑な

断層形状での3次元動的断層破壊のシミュレーション技

術、4）粘弾性3次元不規則構造モデルでの地震発生サイ

クルシミュレーション技術、である。また、その他の重

要な断層について、周辺の応力場を明らかにする。 

 海溝型巨大地震については、東南海・南海地震の発生

予測精度の向上のために、沈み込み帯の深部低周波地震

発生域の応力状態モニタリング手法を開発する。研究開

発要素は、広い帯域の地震計3次元アレイ観測システム

の展開と解析による、深部低周波地震の物理モデルの構

築、それによる応力状態推定手法の開発である。将来的

には東南海・南海地震の発生シミュレーターに上記観測

結果を取り込んだ予測手法に発展させる。 

１）糸魚川－静岡構造線での地震発生シミュレーターの

開発 

 物理モデルに基づく糸魚川－静岡構造線断層帯を含

む内陸活断層の活動のシミュレーターについては、こ

れまでの全国の粘弾性地殻構造をモデル化し、東西圧

縮に加え、伊豆の衝突等の影響を取り入れた有限要素

法シミュレーションモデルを開発した。本年度はさら

に、活断層およびその深部のシアゾーンの影響を評価

できるように有限要素ソフトウェアを改良し、地震の

発生が可能なプログラムを作成した。以上の結果は論

文、学会等で発表した。さらに、同断層帯で地震が発

生した場合の地震規模を評価するため、地表を含まな

いという条件下で、異なる方向へ傾斜する複数の断層

上の動的破壊伝播過程を計算する手法を開発した。 

２）重要断層の応力場評価 

 関東平野北西縁（KHNW）断層帯、立川断層帯周

辺で発生する深さ25km 以浅の極微小地震のメカニズ

ム解を約500個決定し、KHNW 断層帯を境にメカニ

ズム解の P 軸方位が急激に変化すること、立川断層

帯周辺の応力場は同断層帯を逆断層として動かしやす

い方向になっている等の結果を得た。また、2011年東

北地方太平洋沖地震以後に正断層タイプの地震活動が

活発になった茨城・千葉県境付近で臨時地震観測を実

施し、震源の深さが概ね15-20km であることを明ら

かにした。これらの結果は学会等で発表した。 

３）東海・東南海・南海地震の予測精度向上のための物

理モデル構築 

 深部低周波微動の物理モデルを明らかにするため、

紀伊半島にある産総研・飯高観測点周辺で38台の高感

度地震計と3台の広帯域地震計からなるアレイ観測を

継続している。これらのデータの予備的な解析を実施

し、微動震源が数分の時間で徐々に移動していく様子

を捉えられることを確認した。また、微動のメカニズ

ム解を精度よく推定する目的で、松阪飯高観測点周辺

の4地点に高感度地震計を新たに設置し、データ蓄積

を開始した。 

４）地震地下水観測維持費（地震） 

 産総研の保有する地下水モニタリング施設のうち5

カ所と東南海・南海地震予測のための観測網のうち地

震計に関わるシステムの観測維持とデータの整理を行

った。結果は随時、地震予知連絡会等で公表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震発生物理モデル、動的破壊、深部構

造、応力場、糸魚川－静岡構造線、南海

トラフ 

 

［テーマ題目３］地震素過程に関する研究 

［研究代表者］増田 幸治（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］増田 幸治、佐藤 隆司、重松 紀生、

高橋 美紀、北島 弘子 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 シミュレーションによる地震発生予測精度の向上に重

要な情報となる、断層深部における塑性変形から摩擦滑

りに遷移する構成則の解明を目指した。運営費交付金に

よって実施。中央構造線のボーリングコアに含まれる断

層岩を調べ過去の応力状態を見積もった。脆性-塑性遷

移領域直上で被った差応力は100MPa 未満、脆性-塑性

遷移領域直下で被った差応力は200MPa 程度であること

が明らかになった。人工的な亀裂を持つ試料の破壊実験

を行い、震源核形成過程における周期的封圧変動の影響

を調べた。封圧変動に同期して震源核形成域の大きさが

増減することを明らかにした。南海トラフ堆積物の三軸

変形実験を行い、沈み込み初期段階における堆積物の圧

密変形を評価した。南海トラフのプレート境界断層や分

岐断層の浅部堆積物は水平方向の最大主応力の影響によ

り圧密が進行し、脆性変形、破壊伝播、さらには津波を

引き起こしやすい状態にあることがわかった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］中央構造線、脆性－塑性遷移、不安定す

べり、三軸圧縮破壊実験、微小破壊、南

海トラフ 

 

［テーマ題目４］地下水等総合観測による地震予測精度

向上に関する研究 

［研究代表者］松本 則夫（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、高橋 誠、 

北川 有一、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人、石川 有三、梅田 康弘 

（関西センター）、 

佐藤 努（地質情報研究部門、兼任）、
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加納 靖之（京都大学）、 

中村 衛（琉球大学）、 

角森 史昭（東京大学）、 

浅井 康広（東濃地震科学研究所）、 

田阪 茂樹（岐阜大学）、 

石井 紘（東濃地震科学研究所）、 

大久保 慎人（東濃地震科学研究所）、 

山本 明彦（愛媛大学）、 

頼 文基（台湾国立成功大学）、 

村瀬 雅之（日本大学） 

（常勤職員6名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、東海地震予知事業における地下水観測分野

及び、「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の

推進について（建議）」（文科省測地学分科会、平成20年

8月）の地下水等総合観測による研究に相当し、平成21

年度より継続している。 

平成24年度には、前兆的地下水位変化検出システムを

引き続き東海地方で運用し、地下水等観測データを地震

防災対策強化地域判定会等に報告した。プレート境界に

おける深部すべりモデル推定手法を高度化し、さらに

歪・傾斜・地下水の他に GPS データを統合できるよう

に改良して伊豆半島におけるダイク貫入モデル推定を行

った。活断層周辺の地下水等モニタリングを継続し、地

震予知連絡会等に報告した。1946年南海地震前後の上下

変動のメカニズムを明らかにするため、高知県須崎市で

潮位を観測し、須崎港及び野見湾内の潮位変化の特性を

把握した。また、紀伊半島における昭和南海地震前の証

言調査を開始し、従来知られていなかった同地震前に地

下水変化を生じた井戸を見つけ出し、水位観測を開始し

た。水文学的・地球化学的手法による地震予知研究につ

いての第11回日台ワークショップを産総研で開催し、プ

ロシーディングスを発行した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、地下水、地殻変動、東海地震、

南海地震、東南海地震、ダイク貫入モデ

ル 

 

［テーマ題目５］東南海・南海地震予測のための地下水

等観測施設整備 

［研究代表者］小泉 尚嗣 

（活断層・地震研究センター） 

 [研究担当者］小泉 尚嗣、高橋 誠、松本 則夫、 

北川 有一、板場 智史、梅田 康弘、

桑原 保人、今西 和俊、木口 努、 

佐藤 隆司、武田 直人、佐藤 努（地

質情報研究部門、兼任）、 

山口 和雄（地質情報研究部門）、 

高橋 浩（地質情報研究部門）、 

森川 徳敏（地質情報研究部門）、 

石井 紘（東濃地震科学研究所）、 

大久 保慎人（東濃地震科学研究所）、 

浅井 康広（東濃地震科学研究所）、 

（常勤職員13名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 東南海・南海地震予測のために、産業技術総合研究所

（産総研）は、平成18年度から、紀伊半島・四国周辺に

地下水等総合観測施設の整備を行っている。平成24年度

は、平成23年度補正予算（繰越）による施設整備費を用

いて、愛媛県新居浜市と愛知県西尾市に観測点を整備す

るための工事を行い、新居浜市における観測点整備を完

了した。また、既存の14観測点において災害等で8時間

程度の停電が発生した場合にも観測が継続できるよう、

観測機器の高度化をおこなった。さらに、産総研つくば

センターあるいは産総研関西センターのどちらかが地震

等で被災したときも、基本的なデータ解析や気象庁への

データ転送が行えるように、産総研関西センターにバッ

クアップシステムを設置し大阪管区気象台へのデータ通

信を常時行うと共に、新居浜市の観測点にデータ中継シ

ステムを新設した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、地下水、地殻変動、東南海地

震、南海地震 

 

［テーマ題目６］明治・大正期の東アジア地震データ整

備 

［研究代表者］石川 有三（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］石川 有三、小泉 尚嗣、桑原 保人、 

松本 則夫（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震や2010年のアイスランド

での噴火を契機として、大規模な自然災害は災害発生国

だけでなく国際的な経済活動の混乱をもたらし、地震・

火山噴火のリスク評価の国際標準化の必要性が再認識さ

れた。本課題では、我が国で得られた地震・火山のリス

ク評価手法の国際標準化を進めるため、宇津の地震カタ

ログ、気象庁の震源カタログ、国際地震センター

（ISC）と Global Earthquake Model（GEM）の震源

カタログを再評価し、東アジア地域の地震のデータベー

ス化を進めた。この研究では特に、明治、大正時代に中

央気象台などが刊行した地震観測報告の数値のコンピュ

ータ入力をすすめ、これまで決まっていた震源位置の再

評価を行うとともに、震源の決められていなかった地震

の震源を決めた。それによりデータが整理されていた明

治40年代の地震については、震源位置が決められた地震

数が宇津カタログのものよりおよそ10倍にもなった。ま

た、台湾で過去に地震観測を行っていた観測点の位置を

現地で GPS 測定を来ない、現在の世界測地系での緯度、

経度を求めた。その結果、昔の測地系と現在の測地系で

は40秒もの差があることが判明し、今後、震源位置の再
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決定を行う上で重要な情報となった。これらの成果は、

平成23年度より開始した、アジア太平洋地域大規模地

震・火山噴火リスクマネジメント（G-EVER）の活動を

サポートするものである。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、国際標準、アジア、太平洋、 

G-EVER 

 

［テーマ題目７］海溝型地震の履歴と被害予測の研究 

［研究代表者］宍倉 正展 

（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、谷川 晃一朗 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 海溝型地震は通常、数十年から百年程度のサイクルで

発生するが、数百年から千年に1度、まれに巨大化する

ことが近年の古地震調査によって知られ、2011年東北地

方太平洋沖地震はその典型例である。本研究の目的は、

海溝型巨大地震の履歴を解明すること、および過去の巨

大地震に伴う津波や地殻変動を復元して地球物理学的検

証から震源・波源の断層を推定することである。本年度

は日本海溝沿いの北茨城沿岸において津波堆積物調査を

実施した。3地点で合計5本の大型ジオスライサーによる

柱状試料を採取した結果、過去複数回分の津波起源の可

能性のある痕跡を検出した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海溝型地震、津波、地殻変動、津波堆積

物、断層モデル 

 

［テーマ題目８］地震災害予測の高度化に関する研究 

［研究代表者］阿部 信太郎 

（地震災害予測研究チーム） 

［研究担当者］堀川 晴央、吉見 雅行、安藤 亮輔、

木村 治夫、林田 拓己、関口 春子 

（京都大学）、吉田 邦一（地域地盤環

境研究所）（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地震被害軽減に資するよう地震動予測お

よび断層運動に伴う地表変形に関する調査・研究を実施

している。 

 深谷および綾瀬川断層を対象として反射法地震探査、

地質層序確認のためのボーリング調査、取得されたコア

を用いた物性試験を実施し地下構造データの充実を図っ

た。これらに基づき地盤変形シミュレーションにおいて

は、深部断層形状を仮定し、拡張有限要素法コードを用

いて断層滑りシミュレーションを行った。断層浅部につ

いてはコアの物性試験結果に基づき地盤物性を考慮した

有限要素モデルを生成し、深部におけるシミュレーショ

ンとの連結解析を行った。開発した粒子法コードについ

ては断層進展解析を行い、既往の実験結果との比較によ

り、その整合性を確認した。 

 また、茨城県北部地域と深谷断層帯南西部において航

空レーザーによる詳細地形データを取得し、首都圏近郊

の同種のデータ、既往地質図幅からディジタイズした堆

積岩類の地層走向・傾斜、断層・褶曲分布とともにアー

カイブ化した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地盤変形予測、反射法地震探査、有限要

素モデル、深谷断層、綾瀬川断層 

 

［テーマ題目９］融合課題 

［研究代表者］桑原 保人 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］近藤 久雄、加瀬 祐子、桑原 保人、

今西 和俊、長郁 夫、木口 努、 

重松 紀生、吾妻 崇、今西 和俊、 

道家 涼介（地層科学研究所） 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震の発生・災害の予測に有効な研究の中

で、特に、専門の異なる研究者が融合する事で研究の著

しい進展が期待できる研究テーマとして、活断層の深部

形状推定手法の開発と、地下深部の応力場と地表部の断

層運動方向の整合性の把握を目標に、下記2テーマを実

施した。 

１）糸静活断層系・深部形状の解明 

 糸静活断層系北・中部の深部形状を推定するため、

松本盆地東縁断層におけるトレンチ・ボーリング調査、

および犀川丘陵周辺におけるボーリング掘削調査を実

施した。松本盆地東縁断層のトレンチ調査では、最新

活動に伴って形成された副断層と液状化痕を見いだす

ことができ、年代測定等の詳細な分析を実施中である。

また、犀川丘陵周辺のボーリングでは、河成段丘面を

構成する砂礫層から、段丘編年に資する火山ガラスを

検出した。 

２）応力逆解析と断層運動方向を利用した断層活動性評

価手法の開発 

 断層における応力と断層の運動方向を検討するため、

跡津川断層において、断層すべり方向のデータを地質

調査により取得し、それを地震データの逆解析により

得られる応力と比較した。断層の全体の走向に近い走

向を示す区間では、断層の運動方向は、露頭における

断層面の姿勢と応力から推定される剪断応力方向と平

行である。一方、断層のジョグを形成している区間で

は、両者は平行ではない。断層の運動方向は、断層の

屈曲などの形状の影響を受ける可能性がある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］融合研究、糸魚川－静岡構造線、断層深

部形状、跡津川断層、断層運動方向、微
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小地震、応力逆解析、断層面、条線 

 

［テーマ題目10］地質調査データ情報の統合化 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］岡村 行信、 

佐藤 智之（地質情報研究部門）、 

荒井 晃作（地質情報研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 産業技術総合研究所が収集した日本周辺海域の反射法

音波探査データのデータベース化のため、SEG-Y 形式

の反射データと位置データを整理した上で、データの検

索や測線図の作図が可能なシステムを構築してきた。そ

こに、伊豆諸島・小笠原諸島周辺海域の反射断面と位置

データを、品質確認を行いながら追加した。さらに、反

射断面をイメージ化し、Google Earth などでも位置情

報を見ながら、反射断面を閲覧することも可能になった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］音波探査、日本周辺海域、データベース、

海洋地質 

 

［テーマ題目11］沿岸海域の地質構造調査 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］岡村 行信、佐藤 智之 

（地質情報研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 石狩低地東縁断層帯南部の海域延長部の構造を明らか

にするため、ブーマーを音源とするマルチチャンネル音

波探査を行った。その結果、この海域は5層の堆積層に

区分でき、それらを変形させる2条の背斜を認定した。

堆積層はオンラップとダウンラップを交互に示すことか

ら、氷河性海水準変動に伴って形成された上部更新統お

よび完新統と推定した。背斜はこれらの地層を変形させ

ており、その変位速度は0.1m/ky のオーダーである。

大陸棚には断層と考えられていた崖地形があるが、背斜

軸の位置とは異なっており、崖の下には断層や褶曲が認

められないことから、最終氷期最盛期以降に形成された

堆積地形であることが明らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底活断層、活褶曲、石狩低地、氷河性

海水準変動、音波探査 

 

［テーマ題目12］巨大地震・巨大火山噴火のリスク評価

及び次世代火山災害予測システムの研究 

［研究代表者］宝田 晋治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］石川 有三、桑原 保人、小泉 尚嗣、

高田 亮（地質情報研究部門）、 

古川 竜太（地質情報研究部門）、 

宝田 晋治（地質情報研究部門） 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 巨大地震のリスク評価のため、歴史地震を含むアジア

太平洋地域の地震データベースを構築するため、過去の

観測データをディジタル化し、震源パラメータの再決定

を行うとともに、各国の歴史地震震源カタログを元に統

一した広域のカタログに編集する作業を進めた。また、

巨大火山噴火のリスク評価のため，インドネシアとの共

同研究を行い、巨大噴火への準備過程と噴火直前の前兆

現象の編集を行うとともに、将来巨大噴火を起こす可能

性のある火山を、事例研究を行いながら抽出することを

試みた。さらに、火山噴火履歴、火山データベース、シ

ミュレーションを統合化した次世代型火山災害予測シス

テム構築のため、これまでの GEO Grid 火山重力流シ

ステムを高度化させ、各種の火山データベースの参照機

能を持ち、衛星画像等を背景に、世界各地の火山のシミ

ュレーションが可能なプロトタイプを作成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］巨大地震、巨大火山噴火、災害、リスク、

アジア、太平洋 

 

［テーマ題目13］23年度3次補正予算（複合地質リスク

評価— 地震災害リスク） 

［研究責任者］桑原 保人 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］近藤 久雄、丸山 正、吉岡 敏和、 

堀川 晴央、山口 和雄（地質情報研究

部門）、横倉 隆信（地質情報研究部門）、 

伊藤 忍（地質情報研究部門）、 

阿部 信太郎、吉見 雅行、竿本 英貴、

山本 直孝（地質情報研究部門） 

（常勤職員10名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震により日本列島の応力状

態の変化によって、これまで活動度が低いと思われてい

た各地の断層等で誘発地震が多発している。ここでは、

福島県浜通りの湯ノ岳断層と井戸沢断層、今後の活動の

可能性が高くなった糸魚川－静岡構造線断層帯での活動

履歴の解明、関東平野の伏在活断層（深谷・綾瀬川な

ど）について、活動によって生じる地震動や地盤の変形

についての評価のためのデータ整備、東日本一帯の精密

地形データの整備を行う。 

１）誘発地震発生域の活断層の活動履歴調査 

 糸静活断層系中部の岡谷断層および諏訪湖断層群に

おいて活動履歴を解明するため、トレンチ・ボーリン

グ調査および群列ボーリング調査、諏訪湖周辺の詳細

な数値標高モデル作成をおこなった。岡谷断層の郷田

地点におけるトレンチ調査では、過去5回の活動時期

を明らかにした。諏訪湖断層群の四賀桑原地点では、
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沖積扇状地で実施した群列ボーリングにおいて、最新

活動に伴って形成されたとみられる扇状地礫層の高度

差を確認した。また、23年度に実施した井戸沢断層の

トレンチ調査の結果を報告書にとりまとめた。 

２）関東平野に伏在する活断層の構造調査 

 関東地域最大の活断層である関東平野北西縁断層帯

を対象に、断層の存否および断層の浅部構造を調べる

ことを目的として、埼玉県内にて反射法地震探査を実

施した。測線は3本設定し、探査目標深度は1km 程度

である。さいたま市見沼区から大宮区にかけての測線

では変形が認められないなど、得られた結果は、同断

層帯に対するこれまでの見解を大きく変えるものでは

ないが、断層が伏在しているが位置は未詳である熊谷

市東部に設定した測線では、断層運動に伴う変形構造

を明瞭にイメージングできた。 

３）関東平野に伏在する活断層のボーリング・土質調査 

 本年度は、関東平野に伏在する断層による下総層群

の変動量を推定するため、群馬県設樂郡大泉町、埼玉

県比企郡吉見町、埼玉県富士見市および埼玉県さいた

ま市見沼区にて150m のオールコアボーリングを実施

し、詳細な土質柱状図の作成および年代試料を取得・

分析した。また、全てのボーリング孔にて PS 検層、

電気検層を実施した。さらに埼玉県さいたま市見沼区

では全深度にわたって不攪乱試料を採取し、代表的な

深度の砂層・シルト層の三軸圧縮試験を行い下総層群

の変形特性データを取得した。また当該ボーリング孔

の孔底と地表部に強震対応広帯域地震計を埋設した。 

４）航空レーザー測量および変形モデリング 

 茨城県北部地域および深谷断層帯周辺にて航空レー

ザー計測を行い詳細地形データを取得した。また、航

空レーザーデータのアーカイブシステムを構築し、国

交省等で取得した。関東甲信越地域の既存航空レーザ

ー計測データを収集し、新規取得データと併せてアー

カイブした。さらに、立川断層帯、関東平野北西縁断

層帯周辺の段丘面について、詳細地形データを用いた

変動量推定解析を実施した。東北地域については、地

質調査所以外で編纂された地質図から堆積層の走向・

傾斜、断層、褶曲軸など変動地形にかかるデータを詳

細にデジタイズし、基礎データとしてとりまとめた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］2011年東北地方太平洋沖地震、糸魚川-

静岡構造線活断層系、岡谷断層、関東平

野北西縁断層帯、深谷断層、誘発地震、

活断層、変動地形、地質構造、活動履歴、

反射法地震探査、ボーリング調査、PS
検層、電気検層、広帯域地震計、航空レ

ーザー測量、数値標高データ 

 

［テーマ題目14］23年度3次補正予算（津波災害リスク

の調査・研究） 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］澤井 祐紀、田村 亨（地質情報研究部

門）、原 淳子（地質情報研究部門）、 

中島 礼（地質情報研究部門）、 

池原 研（地質情報研究部門）、 

宍倉 正展、藤原 治、行谷 佑一、 

石原 吉明（情報技術研究部門）、 

中村 良介（情報技術研究部門）、 

岩男 弘毅（地質調査情報センター）、 

岡村 行信、谷川 晃一朗、前杢 英明 

（広島大学）、越後 智雄（地域環境地

盤研究所）、松永 恒雄（環境研究所）、

石黒 聡士（環境研究所）、小熊 宏之

（環境研究所）、山野 博哉（環境研究

所）（常勤職員12名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖地震の後、東北地方以外の沿岸域で

も巨大津波に襲われるのではないかという不安が広まり、

津波堆積物調査に対する期待が高まった。そのような社

会の期待に応えるために、長年にわたって津波堆積物調

査を継続してきた産業技術総合研究所が、2011年度第3

次補正予算を用いて津波堆積物調査を広域的に展開して

いくこととなった。対象地域は、東北地方、房総半島、

静岡県、和歌山県などで、現地調査だけでなく、津波浸

水計算を行うための過去の海岸地形データの作成や、浅

海域の海底地形レーザー測量などを実施した。多くは調

査が終わった段階で、具体的な解析は今後進めていく予

定である。 

１）東北地方における津波堆積物調査 

 仙台湾では東北地方太平洋沖地震前後の堆積物を比

較するために50地点で、スミス・マッキンタイア採泥

器、グラビティコアラー、バイブロコアラーを用いて

堆積物を採取し、堆積物の化学分析、粒度分析、底生

生物の分析などを行った。また、仙台平野では、最近

まで池であった冒険広場において、3本のボーリング

コアを採取し、西暦869年の貞観地震以降の津波堆積

物の採取を試みた。 

２）房総半島沿岸における古地震調査 

 房総半島の完新世の地震テクトニクスを明らかにす

るため、海岸沿いにおける50cm メッシュの微地形デ

ータを航空レーザー測量によって作成した。さらに、

九十九里浜平野南部では、高精度の GPS を組み合わ

せて地下レーダーを用いた調査を行い、浜堤列の分布

と浅部地下構造のイメージングから、少なくとも3回

の隆起イベントによって階段状の地形が形成されてい

ることが明らかになった。さらに20カ所でボーリング

を行っており、今後年代測定によって房総半島の隆起

イベントを解析する予定である。 

３）静岡県沿岸の古地震・津波堆積物調査 
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 南海トラフで発生する巨大地震・巨大津波の履歴と

浸水範囲を解明するため、浜松平野、太田川低地、浮

島が原で調査を行った。浜松では20カ所以上でジオス

ライサー及びボーリング調査を行い、過去約4000年間

に形成された複数の津波堆積物を見いだした。太田川

低地では、53カ所でボーリング調査を実施し、少なく

とも7世紀以降に4枚の津波堆積物を見つけた。浮島が

原では、15カ所で過去の地殻変動を明らかにするため

のボーリング調査を行った。 

４）紀伊半島南部における古津波調査 

 和歌山県串本町の橋杭岩で津波石の精密測量、また

同町南部では津波堆積物の掘削調査を行った。橋杭岩

では、その周辺に散在する巨礫の位置及び形状と海域

を含む周辺域の詳細な地形を明らかにするため、地上

型レーザースキャナーによる調査と深浅測量を行い、

陸域で10cm、海域で2m のメッシュサイズで詳細な

DTM を作成した。このデータによって、一つ一つの

巨礫の形状が詳細に明らかになり、今後、津波による

巨礫の挙動を詳しく計算する予定である。また、津波

堆積物調査では、深度9m までのコアの観察から、約

7300年前の K-Ah 火山灰の上に少なくとも12枚の津波

堆積物が形成されていることを確認した。 

５）津波計算用の明治時代以前の地形データ整備 

 津波堆積物の情報から過去の津波を数値的に再現す

るためには、現在の地形データから堤防や家屋などの

構造物を取り除き、さらに当時の海岸線位置を復元し

た地形の数値データを作成する必要がある。そのため、

既存のレーダー測量などのデータを収集して、海岸付

近の0.1秒メッシュの標高データを作成し、そのデー

タから、1900年代初めの地形図を参考に、人工物や地

形の改変を取り除く作業を行い、明治時代以前の数値

地形データを作成しているところである。 

６）航空機搭載型測深 LiDAR による浅海域細密地形デ

ータの整備 

 津波シミュレーションの信頼性を向上させるため、

波打ち際から水深数十 m の浅海域での詳細な海底地

形データを取得する目的で、海面下の地形測量が可能

なレーザー測量装置を航空機に搭載し、測量を行った。

北海道から東北地方、東海地方などを調査対象として

計画したが、北海道など北日本の天候が不順であった

ため、一部の調査を翌年度に延期した。東海地方など

では、海底の鮮明な地形が得られた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］東北地方、仙台平野、房総半島、東海地

方、浜松平野、太田川低地、浮島が原、

紀伊半島、千島海溝、日本海溝、相模ト

ラフ、南海トラフ、津波堆積物、海底堆

積物、浜堤列、津波石、航空レーザー測

量、地下レーダー、レーザー測量、津波

シミュレーション、地殻変動、海岸古地

形、高精度海底地形測量、環境変化 

 

［テーマ題目15］地震・火山噴火のリスク対策に関する

国際標準化 

［研究代表者］石川 有三（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］石川 有三、宝田 晋治（地質情報研究

部門）、吾妻 崇、吉見 雅行、 

小泉 尚嗣、桑原 保人、高田 亮（地

質情報研究部門）、古川 竜太（地質情

報研究部門）（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震や2010年のアイスランド

での噴火を契機として、大規模な自然災害は災害発生国

だけでなく国際的な経済活動の混乱をもたらし、地震・

火山噴火のリスク評価の国際標準化の必要性が再認識さ

れた。本課題では、我が国で得られた地震・火山のリス

ク評価手法の国際標準化を進めるため、地震リスク評価

に関しては Global Earthquake Model（GEM）等が進

めている国際基準の調査を行い取りまとめた。また、過

去の超巨大地震の発生履歴、世界の地震カタログ、活断

層カタログ、過去の巨大噴火におけるインドネシアの事

例、火山データベース、地震活動と火山噴火の同期性に

ついても調査し取りまとめた。さらに、平成23年度より

地質分野として開始した、アジア太平洋地域大規模地

震・火山噴火リスクマネジメント（G-EVER）の活動状

況のレビューを行った。また、国内外の関連機関との連

携を図るため、防災科学技術研究所、日本学術会議、

IUGS、 IUGG、AGU、COV、ニュージーランドの

GNS Science、Massey 大学、Canterbury 大学、シン

ガポールの Earth Observatory of Singapore（EOS）
について調査を行なった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、火山噴火、リスク、国際標準、ア

ジア、太平洋、G-EVER 

 

［テーマ題目16］南海・東南海地震の前兆現象検出精度

向上のための共同研究 

［研究代表者］松本 則夫（地震地下水研究チーム） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、桑原 保人、

高橋 誠、今西 和俊、北川 有一、 

安藤 亮輔、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、南海・東南海地震予測に資するために、深

部すべり・深部低周波微動の分布や発生間隔の解析精度

の向上を目標として、産総研・防災科研の歪・傾斜デー

タを共有し、同すべりの高度な解析やメカニズム解明の

ために平成22年度から開始した。 

平成24年度には、防災科研の傾斜データおよび産総研

の多成分歪データに加え、産総研の地下水および気象庁
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の多成分歪および体積歪計のデータを統合した深部すべ

り解析手法を開発し、実データによる深部すべりの解析

を開始した。解析結果は、地震調査委員会・地震防災対

策強化地域判定会等に報告した。水平歪センサー（4方

向）で計算できる4組の水平歪に着目し、歪計データの

みを用いた深部すべりの客観的な検出方法のプロトタイ

プを開発した。当該検出方法を紀伊半島の歪計に適用し、

有効性を確認した。一昨年設置した3次元地震計アレイ

の観測を継続し、地震計アレイ直下での5回の微動イベ

ントを詳細に観測し、アレイデータの結果を地図上に投

影した。国土地理院の GPS データを用いて東海地域の

長期的な深部ゆっくりすべりの前後におけるプレート固

着の時間的な変化を推定し、東海地域では長期的ゆっく

りすべり終了後に固着が回復していないことを明らかに

した。産総研が整備した微動のカタログにより伝播特性

を明らかにし、それを説明する基本的な物理モデルを構

築し､シミュレーションを行うことで微動発生領域にお

ける断層のレオロジー特性とその不均質構造を推定し、

国際誌に掲載した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、歪、傾斜、地下水、深部ゆっ

くりすべり、深部低周波微動、東南海地

震、南海地震、シミュレーション 

 

［テーマ題目17］地震・津波等の次世代リスク評価シミ

ュレーション技術の構築 

［研究代表者］桑原 保人 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］桑原 保人、吉見 雅行、行谷 佑一、

堀川 晴央、長谷川 功 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2011年東北地方太平洋沖地震を受け、地震

の揺れと津波による産業施設の一次被害から、サプライ

チェーン被害等も含めた2次被害を、今後発生しうる大

規模地震で的確に予測するための手法を開発するために、

安全科学研究部門と共同で産総研融合・連携推進予算

（戦略予算）によって昨年度より開始した。当研究セン

ターでは、産業種別ごとの地震の周波数毎の揺れと津波

に対するフラジリティカーブ作成および南海トラフの地

震について、愛知県の周波数ごとの揺れと津波強度の推

定を行なうことである。研究期間は H23年10月から

H24年9月である。  

 本年度は、産業種別ごとのフラジリティカーブ作成に

関しては、産業被害データを得るために福島県、宮城県

の公設試と協力関係を構築し、両県の企業約3000社に被

害調査アンケートを送付し約800社からの回答を得た。

さらに、東北大学と清水建設（株）との協力関係を構築

し、同大学、同社で収集した企業被害データを取得でき

ることになった。これらの被害データと、産総研

QuiQuakeu システムによる東北沖地震の揺れ推定デー

タを合わせ、予備的な産業フラジリティカーブを得た。

揺れと津波に関しては、東北日本を中心に、周波数ごと

の揺れ特性把握手法を検討し、4つの周波数帯での揺れ

の強度分布を得た。また宮城県を中心に既存の津波測定

データをもとに、宮城県全域の高さ分布の補完データを

作成し、津波流速の空間分布の計算も実行中である。今

後、これらと上記被害データを合わせ、産業のフラジリ

ティカーブを作成予定である。さらに、東海・東南海・

南海地震について、各種の起こりうる地震を想定し、愛

知県の周波数ごとの揺れと津波強度の計算を実行中であ

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］産業被害、東北地方太平洋沖地震、フラ

ジリティーカーブ、揺れ、津波 

 

［テーマ題目18］活断層の補完調査 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、吾妻 崇、粟田 泰夫、 

廣内 大助（信州大学）、 

杉戸 信彦（名古屋大学） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成24年度の調査対象断層帯は、十勝平野断層帯（光

地園断層帯）、高山・大原断層帯（猪之鼻断層帯）、長良

川上流断層帯、濃尾断層帯（三田洞断層帯）の4断層帯

である。各断層帯において、断層の位置・形状、活動度、

過去の活動履歴等を明らかにするための調査を実施し、

地震調査研究推進本部の活断層の長期評価に貢献する資

料が得られた。 

１）十勝平野断層帯（光地園断層帯）の調査 

 十勝平野断層帯のうちの光地園断層帯では、断層の

活動履歴を明らかにするため、広尾郡広尾町内に位置

する断層上の2地点（カシュウンナイ地点、野塚地

点）でトレンチ掘削調査と群列ボーリング調査を実施

した。調査の結果、カシュウンナイトレンチで確認さ

れた光地園断層の最新活動時期は、4万年－4万5千年

前以降、約12,200年前以前で、それ以降の活動は認め

られなかった。また、ボーリング調査による基盤岩

（中ノ川層群および豊似川層）の高度差は約5m であ

り、トレンチ内で確認される上下変位量約5m と変わ

らないことから、この地点では K-8層堆積以降にお

ける断層活動の累積性はなかったと考えられた。また、

野塚地点で確認された断層活動は、トレンチ内では1

回のみであり、上下変位量は約3m である。最新の断
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層活動時期は約31,000年前以降、9,600年前以前であ

り、これ以降には断層活動がなかったことが確認され

た。 

２）高山・大原断層帯（猪之鼻断層帯）の調査 

 高山・大原断層帯のうちの最南部にあたる猪之鼻断

層帯では、断層帯の分布・形状を明らかにするための

地形地質調査を実施するとともに、断層帯の活動履歴

を明らかにすることを主な目的として、全域の地形地

質調査、および2地点でのトレンチ調査等を実施した。

地形地質調査の結果、断層に沿っては右横ずれを示す

河谷の系統的は横ずれ屈曲が確認された。また、基盤

岩の濃飛流紋岩中に新鮮な断層粘土を伴う断層露頭が

確認された。高山市高根町黍生および同市朝日町宮之

前におけるトレンチ調査の結果、トレンチ壁面では基

盤岩の上面に厚い火山灰質の堆積物が分布し、それら

は少なくともトレンチの範囲では断層変位を受けてい

ないことが確認された。 

３）長良川上流断層帯の調査 

 長良川上流断層帯では、断層帯の活動性、変位量分

布パターン、および活動履歴を解明する目的で、2m
グリッド DEM を用いた地形調査、3地点でのトレン

チ、および1地点でのボーリング調査を実施した。地

形調査の結果、長さ約34km の断層帯のうち、顕著な

変動地形を伴うのは主部をなす二日町断層－八幡断層

であり、とくに八幡断層の中央部では系統的な谷の左

屈曲が認められた。しかし、上下変位については、西

上がりの山地の高度差は明瞭であるが、断層微地形と

しては逆向きの低断層崖のみが認められた。トレンチ

調査は八幡断層中－北部の3地点で実施し、このうち

断層中央付近の谷多和地点では、尾根上の断層凹地に

厚く堆積した黒色土壌中に断層の最新活動（約4.0-

4.9ka）を確認するともに、崩積性堆積物の存在から

1つ前の活動（約7.5ka）の可能性も見出せた。また、

このトレンチでは、断層の左横ずれと西側が相対的に

低下する変位が見られた。北部の越佐地点では、逆向

き低崖にせき止められた約1－2万年前の扇状地堆積物

が確認でき、ボーリング調査の結果を合わせて、同堆

積物が断層変位を受けている可能性があることが確認

できた。なお、那留断層および大野断層から構成され

る断層帯東部では、中・高位段丘面に低断層崖が推定

されるが、約1－2万年前の低位段丘面には変位が認め

られなかった。 

４）濃尾断層帯（三田洞断層帯）の調査 

 濃尾断層帯のうちの最南部にあたる三田洞断層帯で

は、断層帯の分布・形状を明らかにするための地形地

質調査を実施するとともに、断層帯の活動履歴を明ら

かにすることを主な目的として、全域の地形地質調査、

および2地点でのトレンチ、ボーリング調査等を実施

した。地形地質調査の結果、断層沿いの岐阜市佐野地

区において、扇状地面上に比高1m 程度の低断層崖と

見られる直線的な崖地形が確認された。同地区におけ

るトレンチ調査では、トレンチ壁面には砂礫層とシル

ト層が分布し、それらは少なくともトレンチの範囲で

は断層変位を受けていないことが確認された。また岐

阜市粟野西地区のトレンチでは、斜面直下に水平な砂

およびシルト層が分布しているのが観察され、その近

傍に断層が存在することが示唆された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、活動性、位置、地震調査研究推

進本部、補完調査 

 

［テーマ題目19］沿岸海域における活断層調査 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］阿部 信太郎、池原 研（地質情報研究

部門）、西田 尚央（地質情報研究部門）、

杉山 雄一、岡村 行信、内田 康人 

（北海道立総合研究機構）、 

坂本 泉（東海大学）、山本 博文（福

井大学）（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会が

平成21年4月に策定した「新たな活断層調査について」

のなかで、「陸域部の活動履歴は求められているが海域

部の長さが明らかになっていない活断層」とされている

サロベツ断層帯（海域部）、布引山地東縁断層帯東部

（海域部）、柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯／北部（海域部分）

について、海域部の活断層の正確な位置や形状を明らか

にするため、海上音波探査、海底堆積物採取等を実施し

た。 

１）サロベツ断層帯（海域部） 

 サロベツ断層帯の北方延長部の位置形状を明らかに

し、また活動履歴を明らかにするため、ブーマーを音

源とするマルチチャンネル音波探査と採泥調査を実施

した。その結果、同断層帯は納沙布岬の北西約30km
まで連続することが明らかになったが、さらに北方ま

で連続するため、北端は確認できなかった。断層長は

53km 以上と推定される。また、断層の平均変位速度

は0.7～0.8m/千年で、最終氷期以降約5回、1万年前

以降2回の活動があり、3,000～5,000年間隔で断層活

動があったことを明らかにした。 

２）布引山地東縁断層帯東部（海域部） 

 布引山地東縁断層帯東部の海域部の位置形状を明ら

かにするため、SES2000を用いた高分解能音波探査と

ピストンコアを用いた採泥調査を実施した。その結果、

津沖には長さ約10km の活断層が存在すること、その

断層は過去約1万年間に2回活動し、その間隔は3,000

～4,000年程度であることが明らかになった。1回の断

層変位量は1m 以下なので、同断層帯の一部が破壊し

たマグニチュード7程度の地震が発生した可能性が高
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いと推定した。また、白子－野間断層は西側がやや短

くなっていることと、鈴鹿沖断層は布引山地東縁断層

帯東部には連続しないことを推定した。 

３）柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部／北部（海域部） 

 断層帯の北端を確認するためブーマーを音源とする

マルチチャンネル音波探査と採泥調査を実施した。そ

の結果、本断層帯は越前堆列のマツダシ東方まで延び、

断層帯の北端は従来の鮎川断層群の北端よりも30km
ほど北になることが明らかになった。また、断層帯の

最新活動時期とその時の隆起量を確認するため、越前

海岸の離水海食地形の計測、ヤッコカンザシ等の汀線

指標生物の炭素同位体年代測定、及び遺跡調査を行っ

た。その結果、ローカルリザーバー効果を－50年と仮

定した場合、本断層帯の最新活動時期は16世紀後半か

ら17世紀と推定された。また、その時の越前海岸の隆

起量は3～7m と求められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震調査研究推進本部、長期評価、沿岸

海域活断層、サロベツ断層帯、布引山地

東縁断層帯、柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯、活

動履歴、音波探査、バイブロコア、ピス

トンコア、離水海食地形、ヤッコカンザ

シ 

 

［テーマ題目20］上町断層帯における重点的調査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、近藤 久雄、吉見 雅行、

堀川 晴央、加瀬 祐子、竿本 英貴、

木村 治夫、林田 拓己、堤 浩之（京

都大学）、杉戸 信彦（名古屋大学）、 

関口 春子（京都大学防災研究所）、 

岩田 知孝（京都大学防災研究所）、 

浅野 公之（京都大学防災研究所） 

（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、大阪府に位置する上町断層帯が活動した場

合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯の地表

付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、過去の

活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域での強

震動評価の高度化を目的に、京都大学からの再委託で実

施しているもので、最終年度に当たる本年度は、「活断

層の活動区間を正確に把握するための詳細位置・形状等

の調査」、「活動履歴調査」、および「動的断層モデル構

築と強震動シミュレーション」について分担実施した。 

１）活断層の活動区間を正確に把握するための詳細位

置・形状等の調査 

 上町断層帯の詳細な断層位置と分布形状を把握する

ため、これまでに実施された地形・地質学的調査結果、

既存反射法地震探査等の成果を整理して文献調査をお

こなった。平成22年度に作成した2m メッシュの数値

標高モデル（DEM）等に基づく地形解析、空中写真

判読、地表踏査等を実施し、上町台地周辺の活断層・

活構造分布を明らかにした。また、DEM と第四系層

序等を利用して、後期更新世以降の段丘面を基準とし

た断層帯陸域に沿う平均変位速度分布を解明した。変

動地形・活構造の分布、活動性等を総合して、上町断

層帯の活動区間を呈示した。 

２）活動履歴調査 

 上町断層帯の最新活動時期を限定し、複数回の断層

活動履歴を復元するため、陸域におけるトレンチ・ボ

ーリング掘削調査、地下レーダー探査、および河川域

における音波探査・ボーリング掘削調査をおこなった。

DEM 等による変動地形学・古地震学的な調査結果に

より、神崎川以南の上町断層から久米田池断層に至る

陸域の上町断層帯は、約2700年前以降に最新活動があ

った可能性を指摘した。また、新淀川の既存成果と総

合すると、この区間の上町断層帯の最近2回の活動間

隔は約7000年以上となることを明らかにした。さらに、

大津川付近より南西方向へ沿岸域を延ひる活断層にお

いては、少なくとも大津川周辺では2330年前以降、江

戸時代以前に最新活動が生じた可能性を指摘した。 

３）動的断層モデル構築と強震動シミュレーションの実

施 

 本重点観測研究で収集したデータを基にした上町断

層帯の3次元形状および断層走向方向の平均変位速度

分布を用いて新たに動力学的破壊計算を行い、物理的

に発生しうる地震シナリオを複数作成した。さらに、

それらの地震シナリオと既往の地下構造モデルを用い

て地震動シミュレーションを行い、広帯域の地震動を

評価した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、上町断層帯、位置、活動履歴、

地震シナリオ 

 

［テーマ題目21］警固断層帯（南東部）における重点的

調査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和（活断層評価研究チーム） 

［研究担当者］吉岡 敏和、宮下 由香里、吾妻 崇、

水野 清秀（地質情報研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、福岡県に位置する警固断層帯南東部が活動

した場合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯

の地表付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、

過去の活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域

での強震動評価の高度化を目的に、九州大学からの再委

託で実施しているもので、本年度は「陸上における活断

層の詳細位置・形状等の調査」および「陸上部の警固断

層における最新活動時期の高精度化」について分担実施

した。 
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１）陸上における活断層の詳細位置・形状等の調査 

 警固断層帯（南東部）の陸上部分のうち、警固断層

とその南東延長部、および宇美断層南東延長部につい

て、地質踏査を行うとともに、地形面の編年を行うた

めに、米軍撮影および昭和30年代撮影の空中写真を用

いて、詳細な地形面区分を行った。その結果、宇美断

層南東延長部において、活断層の可能性のある断層露

頭を確認することができた。警固断層については、那

珂川付近の段丘面に大きな上下変位がないことを確認

した。警固断層南東延長部については、数カ所で直線

的な崖地形や鞍部列が確認できたが、それらについて

は基本的には浸食により形成された可能性が高いと判

断した。 

２）陸上部の警固断層における最新活動時期の高精度化 

 陸上部の警固断層における最新活動時期の高精度化

としては、陸上部分における警固断層の最新活動時期

および複数回の層活動履歴をより高精度に求めること

を目的に、平成23年度の調査結果およびサブテーマ

１）の検討結果に基づいて、太宰府市向佐野地点およ

び筑紫野市塔原地点においてトレンチ調査、ボーリン

グ調査、および地下レーダー探査等を実施した。その

結果、トレンチ壁面には明瞭な断層は露出しなかった

が、地層の堆積状況や基盤岩の破砕状況を確認するこ

とができた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、警固断層帯、位置、活動時期、

トレンチ調査 

 

［テーマ題目22］海域活構造の地形地質調査（ひずみ集

中帯） 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］堀川 晴央、 

池原 研（地質情報研究部門）、 

井上 卓彦（地質情報研究部門）、 

岡村 行信（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 日本海沿岸の活断層で最も変位速度が大きいのは、新

潟沖の角田山東縁断層の海域延長部で3m/千年、秋田沖

の活断層は1m/千年前後、粟島付近の活断層は約0.5m/

千年の変位速度を持つ。酒田沖の活断層は約0.4m/千年、

2007年中越沖地震の震源断層は約0.4m/千年と推定した

が、信頼性は劣る。粟島南方沖の詳細な地形調査によっ

て1964年新潟地震時の海底の変位が現れた範囲が震源域

の一部に限られることが明らかになった。さらに、沿岸

域だけでなく、日本海東縁海域の海岸から約100km 沖

合までの範囲について、既存データを活用して活断層図

を作成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］日本海東縁、海底活断層、新潟地震、中

越沖地震、逆断層 

 

［テーマ題目23］東北地方太平洋沖で発生する地震・津

波の調査観測 

［研究代表者］宍倉 正展 

（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、田村 亨（地質情報研究部

門）、谷川 晃一朗 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震は、我が国の観測史上最

大の規模で、これまで捉えられたことのない様々な現象

が観測された。本プロジェクトは、それらの現象をより

詳細に把握して検証することと、2011年の断層より北と

南の、まだ破壊されていない領域について、そのポテン

シャルを評価することを目的としている。産総研では

「沿岸の地質調査に基づく地震・津波発生履歴に関する

研究」というテーマで、下北半島太平洋岸（青森県東通

村および六ヶ所村）と房総半島太平洋岸（千葉県いすみ

市）において津波堆積物調査を実施した。下北半島では

6地点でボーリング掘削、房総半島では13地点で簡易ボ

ーリング掘削をそれぞれ行い、過去の津波痕跡の可能性

のある堆積物を検出した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］2011年東北地方太平洋沖地震、下北半島、

房総半島、津波、津波堆積物 

 

［テーマ題目24］震源域で採取した岩石試料の物性およ

び破壊特性の研究 

［研究代表者］佐藤 隆司（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］佐藤 隆司、雷 興林 

（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協

力事業「鉱山での地震被害低減のための観測研究」の一

部を分担する。本事業は、南アフリカ金鉱山で発生する

地震を地震計、歪計等を用いて震源極近傍で観測するこ

とにより、地震発生過程解明および鉱山での地震被害低

減に寄与することを目的とする。本分担課題では、震源

域で採取した岩石試料の物性および破壊特性を室内実験

で計測し、震源極近傍での観測結果を解釈する際の基礎

データとする。 

 今年度は、2007年12月に南ア金鉱山の深度約3km で

発生した地震（Mw1.9）の震源付近から採取した橄欖

岩試料を用いた破壊実験を行い、AE 時空間分布から推

定される岩石試料の破壊過程と地震の震源過程の比較を

行った。 

［分 野 名］地質 
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［キーワード］南アフリカ金鉱山、震源近傍観測、室内

岩石試験 

 

［テーマ題目25］動力学シミュレーションにおける傾斜

逆断層の解析的検討 

［研究代表者］加瀬 祐子（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］加瀬 祐子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 独立行政法人原子力安全基盤機構（JNES）による

「平成24年度 東北地方太平洋沖地震を踏まえた断層モ

デルによる地震動評価手法の高度化」の一環として、長

大逆断層に起きる地震の地震動評価手法の高度化業務の

一部について、株式会社大崎総合研究所から再委託を受

けた。断層傾斜を考慮した動力学的断層破壊シミュレー

ションプログラムにおける、断層モデルの設定手順およ

びシミュレーション結果の数値処理手順を明確にするた

め、指定された断層モデルとすべり弱化則を基に、動力

学的断層破壊シミュレーションの解析入力データを作成

し、動力学的断層破壊シミュレーション計算をおこなっ

た。一連の作業を通して、モーメントが発散しない断層

モデルの設定、外部応力場を圧縮として設定するための

設定手法の提案、任意の地点における地震動時刻歴デー

タの出力に対応するためのプログラムの改変をおこなっ

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］動力学的断層破壊シミュレーション、逆

断層、地震動評価 

 

［テーマ題目26］H24柏崎深部地震動観測サイト周辺の

地震・GPS 観測網保守 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉見 雅行、林田 拓己、竿本 英貴、 

岡村 行信（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新潟県南部地域に展開中の GPS 連続観測点30点と微

動・地震動連続観測点15点の継続的な運用を確保するた

め、データ収集等保守作業を行った。大雪等のため、複

数の GPS アンテナのケーブル接続部が破損したため交

換・修理を行った。こうした保守により全観測点の継続

的な運用を可能にした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］新潟県南部、柏崎深部地震動観測サイト、

地震観測、GPS 観測 

 

［テーマ題目27］巨大地震断層の力学的・水理学的特性

の解明 

［研究代表者］高橋 美紀（地震素過程研究チーム） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、金川 久一 

（千葉大学）、堤 昭人（京都大学）、 

廣瀬 丈洋（海洋研究開発機構）、 

谷川 亘（海洋研究開発機構） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 IODP Exp.315および Exp.319において南海トラフ付

加体浅部（海底下約1,000～1,580m）から採取された、

砂岩、凝灰岩およびシルト質泥岩3試料について、試料

原位置に近い条件（室温、封圧37～57MPa、間隙水圧

29～43MPa）で、軸方向の変位速度を0.1、1、10µm/s
でステップ状に変化させて三軸摩擦実験を行った。付加

体浅部堆積岩類の摩擦特性は粘土鉱物含有量によって系

統的に変化することが明らかとなった。摩擦強度と粘土

鉱物含有量には負の相関が認められ、粘土鉱物含有量の

増加に伴い、定常摩擦係数は低下する。また、全試料と

も速度強化の挙動を示し、粘土鉱物含有量の増加に伴っ

て流動の効果が増大する傾向が認められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ地震発生帯掘削、粘土含有量、

摩擦強度、速度依存性 

 

［テーマ題目28］南海トラフにおける未知の巨大津波に

関する地形・地質学的研究 

［研究代表者］宍倉 正展 

（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］前杢 英明（広島大学）、 

宍倉 正展、行谷 佑一、 

越後 智雄（地域地盤環境研究所） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 南海トラフ沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波

の規模とその履歴解明のため、和歌山県串本町の橋杭岩

周辺において、津波石と思われる漂礫群の調査を実施し

た。現地において、これまで明らかになっている漂礫の

位置、形状を確認し、また得られたデータから今後の宇

宙線照射年代の適用の可能性などを検討した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波石 

 

［テーマ題目29］火山性深部低周波微動の波動特性を利

用したメカニズム解決定と微動発生機構

の解明 

［研究代表者］今西 和俊（地震発生機構研究チーム） 

［研究担当者］今西 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界各地のプレート境界域で発見された非火山性深部

低周波微動（以後、単に微動と呼ぶ）は、巨大地震の発

生機構を解明するための重要な手掛かりとして注目され

ている。本研究は微動の波動特性を最大限に利用したメ

カニズム解推定法を開発し、微動の発生機構を明らかに
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するものである。H24年度は紀伊半島において、定常地

震観測網を補完する臨時観測を4か所で開始した。観測

網直下で発生した微動活動を1回捉えることができ、質

の高いデータを取得できた。計算機環境やプログラム整

備も行い、次年度からの本格的な解析に向けた準備が整

った。本研究は科学研究費補助金（基盤研究 C）により

実施されている。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］プレート境界、非火山性深部低周波微動、

メカニズム解、波動特性、紀伊半島、臨

時観測 

 

［テーマ題目30］石垣島・宮古島の津波堆積物の調査―

巨大地震を繰り返す琉球海溝沈み込み 

［研究代表者］宍倉 正展 

（海溝型地震履歴研究チーム） 

［研究担当者］安藤 雅孝（台湾中央研究院地球科学研

究所）、中村 衛（琉球大学）、 

宍倉 正展（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 琉球海溝沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波に

ついて、その履歴解明のために、ジオスライサー掘削お

よびピット掘削による津波堆積物調査を行った。調査場

所は宮古島における友利、池間、伊良部（2地点）の合

計4地点である。各地点で得られた試料について14C 年

代測定を実施し、また一部で有孔虫分析も行った。その

結果、1771年八重山津波およびそれより前の津波によっ

て堆積した可能性のある層準を確認した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］琉球海溝、石垣島、宮古島、巨大地震、

1771年八重山津波、津波堆積物 

 

③【地圏資源環境研究部門】 
（Institute for Geo-Resources and Environment） 

（存続期間：2001.4.1～） 
 
研 究部門長：駒井 武 
副研究部門長：中尾 信典、光畑 裕司 
総括研究主幹：當舎 利行、棚橋 学 
 
所在地：つくば中央第7 

人 員：66名（66名） 

経 費：2,934,246千円（928,940千円） 

 
概 要： 
 現代社会の営みは、多くの天然資源の消費の上に成

り立っている。しかし、20世紀後半からの我々人類の

生産及び消費活動の活発化は著しく、21世紀の近い将

来においても天然資源の枯渇が現実的な問題になりつ

つある。また、化石燃料資源の大量消費による地球温

暖化を始めとして、資源と環境の分野は密接に関連し

ており、それらの関係を見据えた対応が差し迫った課

題となっている。このような状況を背景に、地圏資源

環境研究部門は、持続発展可能な社会の構築に向けて、

環境への負荷を最小化しつつ資源の開発や地圏の利用

を行うための研究及び技術開発を行い、その成果を社

会に還元することをミッションとする。 

 ミッション達成のための具体的な研究及び技術開発

として、以下のユニット戦略課題を設定して取り組む。 

 1) 土壌汚染評価技術の開発、2) 二酸化炭素地中貯

留評価技術の開発、3) 地層処分にかかわる評価技術

の開発、4) 鉱物・燃料資源のポテンシャル評価、5) 

地下水・地熱資源のポテンシャル評価および、6) 地

圏の資源環境に関する知的基盤の構築に関する研究を

進める。 

 これらの研究の推進にあたっては、独立行政法人の

位置づけを十分に意識し、基礎研究、戦略基礎研究、

応用研究、企業化研究とつながる研究発展の流れの中

で、戦略基礎研究（第2種基礎研究）を中心に据え、

我が国の経済産業が順調に推移するための資源及び環

境分野における研究貢献を果たしていく。また、社会

ニーズを把握しながら、資源の安定供給や地圏環境の

保全に必要な萌芽的・基盤的研究にバランスよく取り

組む。 

【ユニット戦略課題】 

1. 土壌汚染評価技術の開発 

2. 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 

3. 地層処分にかかわる評価技術の開発 

4. 鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 

5. 地下水・地熱資源のポテンシャル評価 

6. 地圏の資源環境に関する知的基盤の構築 

----------------------------------------------------------------------- 
内部資金： 
「【FS】土壌と食品に係る放射性物質リスク管理技術の

開発」 

 

「地下微生物で切り拓く資源創成型 CCS 技術の開発」 

 

「重金属類土壌汚染調査評価及びリスク低減方策に関す

る技術開発」 

 
外部資金： 
経済産業省 平成23年度インフラ・システム輸出促進調

査等事業「持続的資源開発推進対策事業」 

 

経済産業省 平成24年度地層処分技術調査等事業「地層

処分共通技術調査：沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度

化開発」 

 
経済産業省 平成24年度地層処分技術調査等事業「地層
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処分共通技術調査：海域地質環境調査技術高度化開発」 

 
経済産業省 平成24年度日米エネルギー環境技術研究・

標準化協力事業「日米クリーン・エネルギー技術協力」 

 
経済産業省 平成24年度二酸化炭素回収・貯蔵安全性評

価技術開発事業「弾性波探査を補完する CO2挙動評価

技術の開発」 

 
環境省 平成24年度地球温暖化対策技術開発事業「温泉

共生型地熱貯留層管理システム実証研究」 

 
環境省 平成23年度地球温暖化対策技術開発事業「温泉

共生型地熱貯留層管理システム実証研究」 

 
農林水産省 平成24年度新たな農林水産政策を推進する

実用技術開発事業「加温機排気中の CO2の効率的回収

貯留システムとその園芸作物への活用技術の開発」 

 
科学技術振興機構「新規廃棄物処分場の適地選定手法の

構築」 

 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構「かん水

の分析に基づく南関東ガス田の地下微生物の分布及びメ

タン生成速度の評価」 

 
独立行政法人海洋研究開発機構 平成24年度 IODP 掘

削提案フィジビリティ研究委託事業「海底地すべりメカ

ニズム解明のための三陸沖科学掘削に向けた海域データ

整備」 

 
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構 メタン

ハイドレート開発促進事業「新規取得試料の微生物学的

分析」 

 
独立行政法人物質・材料研究機構「アモルファス系吸着

剤の検討」 

 
公益信託林女性自然科学者研究助成基金 平成24年度研

究助成「難溶性鉱物の重希土類資源評価法と抽出法の開

発」 

 

財団法人住友財団 2011年度環境研究助成「陸域におけ

る嫌気的メタン酸化の大気へのメタン放出抑制効果の評

価」 

 

財団法人日本鉱業振興会 平成24年度科学技術試験研究

助成「熱水性粘土鉱床における希土類資源ポテンシャル

の評価」 

 

財団法人日本鉱業振興会 平成24年度科学技術試験研究

助成「なぜレアアース鉱床は軽希土類または重希土類に

富むのか？」 

 

財団法人発酵研究所 平成24年度一般研究助成「地下深

部油田に隔絶されていた系統的に新規な嫌気微生物群を

共生培養法で集積し生態学的解明を行う」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「防災音声放送の聞こえにくさを「見せる

化」するハザードマップの推計手法」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「孔内用精密制御振源とトモグラフィ解析に

よる表層地盤のＳ波速度構造の高精度決定」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「アジア有害元素汚染地域における食のリス

ク評価と専用大気 PIXE 分析システムの構築」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「海底熱水系における熱水性石油の生成条件

の再検証」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「鉄堆積作用：鬼界カルデラの熱水活動場か

ら紐解く太古代海洋環境への制約条件」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「ヒートアイランド現象の抑制を目指した冷

房排熱の帯水層処分システムの実用化」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「地中熱利用技術開発のための多孔質媒体中

の水・熱輸送モデルの高度化に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（B））「ネパール・テライ低地におけるヒ素汚染の

実態とその対策に関する研究」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「イオン吸着型希土類鉱床の探査法の確立と

資源量評価」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（新学

術領域研究）「巨大地震断層の三次元高精度構造と物性

の解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「ベトナムにおける鉱物資源開発に関するガ
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バナンス」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「陸域における微生物による嫌気的メタン酸

化プロセスの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（A））「南アフリカ大深度鉱山での AE 計測第二

期：地下空洞による岩盤損傷の監視と山跳ね予知」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（若手

研究（B））「低炭素型枯渇油田再生化技術の開発を目指

した原油分解メタン生成メカニズムの解明」 

 

独立行政法人日本学術振興会 科学研究費補助金（基盤

研究（C））「環境振動評価のための戸建て家屋動特性の

同定とその推定法の構築」 

 

発 表：誌上発表153件、口頭発表344件、その他117件 

--------------------------------------------------------------------------- 
地下水研究グループ 
（Groundwater Research Group） 
研究グループ長：丸井 敦尚 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 地球の水循環系を構成する地下水について、その流

域規模での量・質・流れ・変動・温度分布等を明らか

にする調査研究を実施するとともに、地下水の開発・

利用・管理・環境改善に関わる評価手法の開発やモデ

リングの高度化を行う。また、地下水を主題とする知

的基盤情報を水文環境図等により公開するほか、水

文・地下温度場（地中熱）データベースを更新する。 
研究テーマ：テーマ題目３、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 
地圏環境リスク研究グループ 
（Geo-Environmental Risk Research Group） 
研究グループ長：張 銘 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 土壌・地下水・堆積物・帯水層・貯留層・鉱床など

の地質媒体内の物理、化学、生物現象の把握とその制

御に関する基礎研究をベースにして、土壌汚染、二酸

化炭素地中貯留、核廃棄物地層処分、鉱山廃水、スモ

ールスケールマイニング、生態系や地域社会への影響

等の多様な環境リスク問題を解決するための基盤技術

やリスク評価手法の開発、研究成果の製品化と普及を

行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

６ 

地圏環境評価研究グループ 
（Geo-Analysis Research Group） 
研究グループ長：安川 香澄 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 地圏環境下の多孔質媒体中における物理的、化学的、

生物的な現象を把握および評価・制御するための基礎

研究を行うとともに、廃棄物処分における土壌・地下

水汚染等の地圏環境問題を解決するため評価技術を開

発する。また、地圏の計測技術ならびに生活環境にお

ける音環境の予測・影響評価手法に関する研究も行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目６ 
 
CO2地中貯留研究グループ 
（CO2 Geological Storage Research Group） 
研究グループ長：中尾 信典 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 環境に調和した地下の有効利用を促進するために必

要な技術開発を行う。特に、地球温暖化対策としての

二酸化炭素地中貯留に関わる技術の開発を行うととも

に、環境に負荷を与えない地下利用・資源開発のため

の技術、環境を保全し安全を評価する技術などについ

て研究を実施する。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目５、テーマ題目

６ 
 
地圏環境システム研究グループ 
（Geo-Environmental System Research Group） 
研究グループ長：高倉 伸一 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 岩石・岩盤力学、物理探査、地圏流体シミュレーシ

ョンなど主として物理学的実験およびフィールドワー

クの手法を用いて、地層処分安全研究、CO2地中貯留

研究、地熱等資源研究、地下利用技術研究に取り組み、

地圏環境との調和を考えた地下の有効利用および資源

開発に必要な技術の開発を行う。 
研究テーマ：テーマ題目２、テーマ題目３、テーマ題目

４、テーマ題目５、テーマ題目６ 

 
物理探査研究グループ 
（Exploration Geophysics Research Group） 
研究グループ長：光畑 裕司 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 地圏の利用や環境保全、資源・エネルギー開発ある

いは地質災害に対する防災等のための基盤技術として、

各種物理探査手法の高度化と統合的解析手法の研究を

行うとともに、地層処分や二酸化炭素の地中貯留等に
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おける岩盤評価、地下水環境・地質汚染等における浅

部地質環境評価・監視、地熱・鉱物・燃料資源探査な

どの分野へ物理探査法を適用し、対象に即した効果的

な探査法の研究を行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目２、テーマ題目

３、テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ

題目６ 

 
地圏化学研究グループ 
（Resource Geochemistry Research Group） 
研究グループ長：佐脇 貴幸 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 地圏内の物質の分布・挙動を、地化学的・地質学

的・鉱物学的手法により明らかにする事を目指し、燃

料資源、非金属鉱物資源・材料及びこれらに関連する

流体等を研究対象として、資源の成因解明・開発、環

境保全、製品化等に資する研究を進める。 
研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目５、テーマ題目

６ 

 
地圏微生物研究グループ 
（Geomicrobiology Research Group） 
研究グループ長：坂田 将 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 地圏における微生物の分布と多様性、機能、活性を

評価することにより、元素の生物地球化学的循環に関

する基盤的情報を提供するとともに、天然ガス等の資

源開発、地圏の環境保全や利用に資する研究を行う。 
研究テーマ：テーマ題目１、テーマ題目４、テーマ題目

６ 
 
燃料資源地質研究グループ 
（Fuel Resource Geology Research Group） 
研究グループ長：鈴木 祐一郎 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 メタンハイドレート等天然ガス資源を初めとする燃

料地下資源の探査技術高度化を目指し、燃料資源探査

法、燃料鉱床形成機構及び燃料資源ポテンシャル評価

法の研究を行うとともに、我が国土及び周辺海域の3
次元的地質調査情報に基づく燃料資源ポテンシャル把

握の精度向上のための基盤的研究を進める。 
研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６ 

 
地熱資源研究グループ 
（Geothermal Resources Research Group） 
研究グループ長：阪口 圭一 

（つくば中央第7） 

概 要： 
 国内外の地熱資源の開発を目指して、地熱資源の分

布、成因、探査、評価、モデル化、データベース化、

利用技術、開発技術等に関わる総合的な研究業務を行

う。また、これらの研究をベースに、地下空間利用や

地圏環境問題等に関わる応用的な研究業務を行う。 
研究テーマ：テーマ題目５、テーマ題目６ 

 
鉱物資源研究グループ 
（Mineral Resources Research Group） 
研究グループ長：高木 哲一 

（つくば中央第7） 
概 要： 
 国民生活、日本の産業にとって不可欠な各種の鉱物

資源、特に産業界からの要請の強い銅及びレアアース

等の希少金属資源の探査手法の開発を行う。また鉱物

資源に関する基礎的情報を提供するとともに、鉱物資

源のポテンシャル評価を行う。 
研究テーマ：テーマ題目４、テーマ題目６ 
--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］土壌汚染評価技術の開発 
［研究代表者］駒井 武 
［研究担当者］駒井 武、張 銘、今泉 博之、 

坂田 将、安川 香澄ほか 
（常勤職員12名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 東日本大震災によって発生した津波堆積物の調査と評

価に関して、昨年度に引き続き東日本沿岸の被災6県か

ら試料を採収し、その化学的、物理的な組成を分析する

とともに、津波堆積物中に含まれる重金属類による潜在

的リスクを定量的に評価した。その結果、極一部の津波

堆積物ではリスクレベルが高く、その管理には十分な留

意が必要であるが、ほとんどの津波堆積物は表層土壌と

同様の地球化学的組成を示し、復興のための建設資材と

して活用可能であることが判明した。これらの成果はグ

ループのウェブサイトやオープンラボ、講演会及び被災

地住民との交流会などを介して速やかに公表し、復興支

援に力を注げるように努めた。また仙台湾において津波

堆積物に関する浅海調査を行い、採取したグラブ採泥試

料およびショートコア試料の地化学分析を進めた。これ

により、津波堆積物に含まれる有害物質の人体へのリス

クおよび推定される海底巻上げ深度が明らかとなった。 

 原発事故に由来する放射性セシウムの土壌中での移動

現象を予測するための調査やパラメータの取得などを実

施し、土壌の性質・性状などが吸着挙動に及ぼす影響を

検討し、モデルの構築を進めた。環境水中における放射

性セシウムの動態及び長期にわたる移行特性を適切に測

定・モニタリングするために、環境水中における低濃度

の放射性セシウムを簡便かつ迅速に測定可能なプルシア

ンブルー通水・濃縮カラムの開発に成功を収めた。また、
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阿武隈川流域を代表とする水中の放射性セシウム濃度の

分布と変化のモニタリングを実施し、農産物生産などの

長期的な安全確保・対策の必要性の判断に資する情報を

提供した。さらに、除染技術ごとのコスト・除染効率・

廃棄物発生量のデータや暴露評価モデルを用いて、複数

の除染シナリオによる空間線量率の低減効果と除染費用

を推定した。 
 土壌汚染対策法の改正に伴う土壌汚染の原位置浄化の

高いニーズを背景に、技術の実用化と普及による社会へ

の還元を目標に、関連調査技術、浄化技術及びリスク評

価技術に関する体系的研究開発を民間企業および他研究

機関との研究協力のもとで継続して実施している。本年

度は、昨年度の成果を踏まえ、汚染物質濃度のオンサイ

ト測定技術の実用化、汚染物質のミクロな存在形態の評

価、土壌の鉱物組成及び有機物質が浄化効率に及ぼす影

響、ならびに動電学的手法を用いた浄化技術の開発を中

心に研究を進めた。鉛を代表とする重金属類の土壌中で

の存在形態、シリアルバッチ試験による長期溶出特性及

び土壌の物理・化学的特性との関連性を体系的に調査し、

新たな知見を得た。また、土壌汚染対策法指定外である

が、人の健康にリスクを与える可能性の高い Sn、Zn、
Ni、Cu、Ag の毒性評価及び汚染モニタリングツールと

して、発光バクテリアによるバイオアッセイ試験を実施

した。その結果、これら重金属類が発光バクテリアに対

する濃度依存性のある急性毒性影響が認められ、バイオ

アッセイ法の有効性が確認された。 
揮発性有機化合物（VOCs）の原位置浄化技術の実用

化に向けて、関連企業と連携し、特に微生物を利活用し

た低コスト・低環境負荷バイオバイオレメディエーショ

ンに関する研究を戦略的に推進し、ベンゼン及びクロロ

エチレン類による複合汚染浄化技術の開発に成功を収め

た。 
 わが国の地圏環境における環境リスクを評価するため

の解析手法として、地圏環境リスク評価システム

（GERAS）の開発・改良を継続実施している。本年度

は鉱物油や VOCs 等の石油系炭化水素に起因した土壌

汚染を対象として、微生物分解等による汚染物質の減衰

に関する反応モデルに関する検討にも着手し、地圏環境

リスク評価システム（GERAS-3）の高度化に向けた研

究を進めた。 

 さらに、スモールスケールマイニングに伴う鉛の健康

リスクが懸念されるモンゴルでの現地環境調査やリスク

アセスメント、鉱物資源開発に関するガバナンスや透明

性が懸念されるベトナムでの関連国際ワークショップの

共催、ヒ素による地下水汚染が問題となっているネパー

ルでの現地試掘調査による汚染メカニズムの解明、スリ

ランカでの廃棄物処分場立地に関するリスクマップ作成

等、土壌・地下水汚染調査・研究の国際展開を図った。 
［分 野 名］地質、環境・エネルギー 
［キーワード］土壌汚染、地下水汚染、リスク評価、津

波堆積物、放射性セシウム 

 
［テーマ題目２］二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 
［研究代表者］中尾 信典 
［研究担当者］當舎 利行、中尾 信典、高倉 伸一ほ

か（常勤職員25名、他5名） 
［研 究 内 容］ 
 大気中の CO2削減のため、大規模発生源に近い沿岸

域において CO2を地下1,000m 程度の深部に圧入する地

中貯留技術が期待されている。弾性波補完モニタリング

技術の開発では、重力、自然電位、AE（Acoustic 
Emission）などの多面的なモニタリング技術を適用し、

弾性波探査（反射法など）を補完できる技術を構築する

ことで、長期的なモニタリングコストの低減を目指す。

今年度は、大規模 CO2圧入を計画している米国・南西

部炭素隔離地域パートナーシップ（SWP）のテキサス

州のテストサイトに観測システムを整備してベースライ

ン測定を実施した。また、ユタ州のテストサイトの地下

モデルを用いて CO2圧入開始時の変動予測を行った。

最適モデリング技術の開発では、数値シミュレーション

により計算される温度、圧力、CO2飽和度等の変化量を、

観測可能な物理量に変換するプログラムの開発・整備を

行い、長期 CO2挙動予測の精度向上に寄与することを

目指す。今年度は、VSP 探査用付加機能の作成および

改良を行うともに、例題計算により各種モニタリング手

法の適用手順等を検討した。 

 遮蔽性能評価技術の開発のうち、ジオメカニクスを考

慮した断層モデリング手法の開発では、研究対象の長野

県松代地域でのデータ収集、室内実験による岩石･断層

の物性の把握を行い、それらのデータを統合し、ジオメ

カニクスを考慮したシミュレーション用精密地質モデル

を作成した。CO2移行性能評価技術の開発では、地中貯

留用の地層となる砂泥互層に関して、CO2長期挙動シミ

ュレーションに資する地質モデリング手法の開発を目指

し、粒径を制御した人工試料に対する浸透実験を実施し

スレッショルド圧－浸透率の相関性における最密充填直

線を決定するとともに、化学的反応プロセスの評価とし

て、炭酸泉および炭酸水素塩泉において現場反応実験を

行い、炭酸塩鉱物の反応速度データを取得した。また、

砂泥互層内での CO2挙動シミュレーションを実施し、

砂泥互層の遮蔽性能に及ぼすスレッショルド圧の感度解

析を行った。 

 基礎的な研究としては、流体地下圧入による AE 及び

微小地震データ解析を行った。GeoTaos（地の道）とい

うフレームワークに AE 及び微小地震データ解析のため

の機能を統括し、海内外の実例データに適用する実例と

して中国内陸の四川盆地の天然ガス田における注水誘発

地震の解析を始めた。 

［分 野 名］地質、環境・エネルギー 
［キーワード］二酸化炭素、地中貯留、環境 
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［テーマ題目３］地層処分にかかわる評価技術の開発 
［研究代表者］光畑 裕司 
［研究担当者］光畑 裕司、丸井 敦尚、町田 功、 

横田 俊之、上田 匠、井川 怜欧ほか 
（常勤職員8名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 沿岸域において、「原子力政策大綱でいう、地上から

の調査」を想定したボーリングによって地質・地下水環

境を調査・観測しながら、段階的かつ繰り返しの地下水

流動解析を行い、沿岸域における塩淡境界の形状把握と

地下水の長期的な流動・滞留状況を評価する。これによ

って、ボーリングと物理探査との組合せ、関連データベ

ースの活用等を含めた、沿岸域における塩淡境界や断層

等の把握及びその長期的な変遷の評価に係る総合的な調

査評価手法として構築することを目的としている。塩淡

境界／地下水総合評価技術の開発に関しては、北海道幌

延町の沿岸域において深度1,200m のボーリング調査を

実施した。本掘削で得られた地質試料に対して、花粉分

析、CNS 分析、土質試験、針貫入試験、透水試験等を

実施した。また、地質との吸着度の違いによる地下水の

性状を考慮して、pF 値の違いによる地下水（間隙水）

試料を採取した。比較のため圧縮法による間隙水の採取

も実施し、一般水質試験や同位体分析を実施した。この

結果、特に深部環境においては水理境界が明らかに地質

境界と異なることがわかり、地下水環境の長期的な安定

性評価が大きく前進した。さらに、水理試験や広域超長

期地下水流動解析を実施した。その結果、浅海域海底電

磁探査によって発見された海底下の淡水地下水領域が形

成されたのは氷期の地下水流動によるものであり、海底

下の地下水が超長期的に安定して存在していることが判

明した。 

 沿岸域地質構造／断層評価技術の開発に関しては、こ

れまで開発を継続してきた浅海域海底電磁探査装置につ

いて取得データ品質向上を図るため、電場計測用ダイポ

ール短縮化による揺動ノイズの低減と人工信号源の利用

による高精度データの取得に着目した研究を行い、前者

については、ダイポール長を変化させて実海域において

計測実験を実施したが、鉄道路線からのノイズの影響で

低周波数帯域では、短縮化の有効性を検証できなかった。

一方で1Hz 以上の帯域では、比較的良質なデータが取

得されており、有効性が示唆された。 後者については、

既存の人工信号源データに対して、最適なセグメント長

の決定とセグメントへの分割、および時系列スタック処

理等による再処理を適用し、ファーフィールドの周波数

帯域では MT 法データと調和的なデータを抽出できた。

特に1Hz～0.1Hz 付近では揺動ノイズを克服し、見掛比

抵抗と位相の曲線の連続性も良く、高品質のデータが得

られた。 

関連データベースの開発においては、全国の平野と盆

地における堆積層データベースを完成させ、地下水賦存

量や各地の地下水流動解析を実施した。この結果、安定

した地下水の存在する領域を示すことに成功し、カスタ

マイズされた地下水データベースと合わせ、本研究に資

するデータベースを発信できるようになった。 
 海域地質環境調査技術の高度化開発に関しては、物理

探査により観測されている堆積平野の沿岸海域に淡水地

下水領域（海底湧出地下水）の存在を、広域・超長期的

地下水流動解析から証明した。また、地質境界と水理境

界が一致しないことが同様に示されているが、これを解

析的に考察し、動的初期条件を使うことで海水準変動を

繰り返す沿岸域の地下水環境を解明（再現）することが

できた。これにより、沿岸部の地形や地質に応じて張り

出しが存在することが解析的に求められた。すなわち、

湾弧が狭まっており、かつ後背山地が海岸に迫っている

方が、淡水地下水の海底下への張り出しが大きいことが

わかった。また、超長期的な解析よりも地形や地質を考

慮した広域的な解析の方が、深層地下水環境を高精度に

把握できた。 
［分 野 名］地質 
［キーワード］地層処分、深部地下水、断層、 

深部地質環境 
 
［テーマ題目４］鉱物・燃料資源のポテンシャル評価 
［研究代表者］棚橋 学 
［研究担当者］高木 哲一、鈴木 祐一郎、坂田 将、

佐脇 貴幸、棚橋 学ほか 

（常勤職員20名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
 レアメタル資源国と共同で資源調査を実施し、我が国

の資源権益確保に必要な各種資源情報を獲得するために、

資源エネルギー庁委託費により選鉱・製錬技術・資源評

価技術の高度化、レアアース鉱床の現地調査・情報収集、

世界的レアアース資源のデータベース構築・マテリアル

フロー解析などを実施した。そのために、高精度年代測

定装置 SHRIMP、高電圧パルス選択性粉砕装置

（SELFRAG）等の先端的機器の導入・整備、モンゴル、

南ア、米国、タイ等の有望レアアース鉱床の資源ポテン

シャル評価を実施した。国際共同研究推進のため、米国

地質調査所（USGS）、韓国地質資源研究院（KIGAM）

と研究協力覚書を締結し、ブラジル鉱産局（DNPM）、

トルコ地質鉱物資源総局（MTA）との研究協力協定の

交渉を進めた。また、国内外の学会等で多数の講演、普

及活動を実施した。グローバル・リモートセンシング利

用資源解析強化事業では、アジア鉱物資源データベース

構築のためのデータ整備を実施した。ベントナイト資源

研究として、東北地方ベントナイト鉱床の賦存状況と各

種性能試験を実施した。骨材資源や粘土鉱物等の非金属

鉱物資源の産状等にかかわる現地調査・実験を行い、資

源の安定供給と製品化に資する研究開発を実施した。 

 上越沖 MH 調査航海で得られた試料・データの解析
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を引き続き実施し、熱解析では温度構造モデルを構築し

た。佐渡沖の地震探査データ解析から、海底のマウンド

とポックマークの成因を示した。南海トラフ海域で、掘

削コアの熱物性値（熱伝導率、熱容量、熱拡散率）を見

積もり、海底水温変動のある海域で熱流量を精度良く計

測する手法を検討し、隆起に伴う圧力減少によるガスハ

イドレート分解に関する数値モデルを構築した。三陸沖

下北半島東方沖の地質構造解析により、緩傾斜斜面にお

ける天然ガスが係わる崩壊型堆積層形成メカニズムを示

した。シェールガス鉱床生成条件と国内で対応する地域

を検討した。関東地域水溶性天然ガスに関し、坑井地質

データを追加収集し深層熱水型温泉水及び水溶性天然ガ

スの化学分析結果を総合解析した。南関東ガス田以外の

地域にも水溶性天然ガスが賦存し上総層群の他、下位の

安房層群・三浦層群等、沖積層などに存在し、基盤深度

の大きな地域に水溶性天然ガスを溶存する深層熱水が普

遍的に滞留している。地圏微生物研究では、基礎試錐

「東海沖～熊野灘」で採取された堆積物中の古細菌脂質

の研究を進め、アーキア脂質の起源生物について再検討

を行い、ヒドロキシアーキオールの起源生物はメタン生

成菌の可能性が高く、アーキア中のメタン生成菌の割合

が大きいことが示唆された。水溶性天然ガスの濃集機構

と鉱床の形成／保存について検討し、数千 m の半深海

堆積物の浅層にメタンが濃集し、若い時代に急速に堆

積・陸化した場合にのみ鉱床が保存されると解釈した。

天然ガスの各炭化水素の同位体比を用いたガスの対比法

の改良を行うとともに、メタンを主成分とするガス中の

微量非メタン炭化水素測定システムを改良した。ガスハ

イドレートの相平衡条件を実験的に測定し、メタノール、

エチレングリコール等と共存するエタンのハイドレート

相平衡条件の実験結果から、溶質濃度の増加に伴い相平

衡条件は低温側へシフトすることがわかった。ハイドレ

ート相平衡条件の推定法を改良し、アルコール水溶液等

と共存するガスハイドレートの相平衡条件の推定が可能

になった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］鉱物資源、レアメタル、レアアース、天

然ガス、メタンハイドレート 

 
［テーマ題目５］地下水・地熱資源のポテンシャル評価 
［研究代表者］當舎 利行 
［研究担当者］丸井 敦尚、阪口 圭一、内田 利弘、 

當舎 利行、高倉 伸一、中尾 信典ほ

か（常勤職員22名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 地下水資源のポテンシャル評価においては、帯水層蓄

熱を利用した地中熱システムのポテンシャル評価手法の

開発に着手した。このシステムは、日本で普及が始まっ

たシステムと比較して熱効率の良いことは知られている

が、厳しい地下水揚水規制などにより一般的な技術にま

で至っていないのが現状である。本研究では、山形盆地

を対象として適地指標の検討および各指標による適地評

価を試みた。今後は、現地実証試験データを取り込んで、

現在得られている適地指標の高度化を行う予定である。 

 地熱資源のポテンシャル評価においては、八丈島と南

伊豆の2つのモデル地域を対象として温泉共生型地熱貯

留層管理システム実証試験にて実証研究を行った。この

研究のうち、サブテーマ１）地熱系モデル開発及びシス

テム統合化では、モニタリング、シミュレーション等の

データの突き合わせを行い、モデルを改良した。南伊豆

地域にて、地熱系モデルを作成のため不足している地

質・水理・地化学データを取得して、地熱系モデルを作

成した。また、システム統合化に関しては、八丈島地域

におけるモニタリングデータの自然変動幅を把握し、最

終成果物となる統合化システムの概念設計を行った。ま

た、２）モニタリング技術開発では、地域の特性等を考

慮したモニタリング手法設計などが課題について究明を

行った。八丈島地域においては、掘削をした観測井にて

水位等のデータや発電所・温泉データの蓄積と解析を行

った。南伊豆地域には約700m 深度の観測井を掘削し、

検層と注水試験を行った。微小重力については、八丈島

において、3か所の温泉及び観測井での水位等の連続観

測、調査井地点での高精度重力計による重力連続観測お

よび、ハイブリッド重力計測を行った。３）変動予測シ

ミュレーションでは、八丈島での地熱発電所管理用に作

成されたシミュレーションモデルに基づき、浅部をより

詳細にシミュレーションするためのモデルを設計すると

ともに、変動予測シミュレーション結果と各種モニタリ

ングデータ等の比較検討を行い、モデルの改良を行った。 

温泉発電システムの開発と実証では、現地実証試験にと

もなったモニタリングおよびメカニズムの解析などを行

った。モニタリングについては、温泉発電を実施する温

泉井戸ならびに周辺1km の源泉について毎月温泉水を

採取し、昨年度に引き続き水質等が安定していることを

確認した。また、メカニズムの解析では初期生産量

（624L/min）の60%程度の約400L/min の生産は数十年

可能と推定され、この流量での生産試験は可能であるこ

とを示した。 

 次世代地熱エネルギー探査技術の開発では、地下に人

工の水理系を作成して天然の水理系につなげてエネルギ

ーの抽出を行う EGS 技術のうち、熱交換面を作成する

ために水圧破砕を実施したときに、どの方向に亀裂が進

展して熱交換面が形成されたかをモニタリングする技術

の開発を行う。本年度は、EGS でのテストを想定して、

米国にて地震計による予備的な観測を行った。また、高

精度の亀裂マッピングを行う為模擬計算を行って、亀裂

の進展が地震波速度に与える影響を評価した。インバー

ジョン解析ソフトウェアを用いた坑井内圧力遷移データ

解析手法に関する研究では、複数坑井による圧力干渉デ

ータの解析に主眼を置き、注水流量が浅部フィードゾー
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ンに全量流入するケースと、2つのフィードゾーンに部

分流入するケースに分けて解析を行った。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地下水資源環境、地熱資源、地中熱 
 
［テーマ題目６］地圏の資源環境に関する知的基盤の構

築 
［研究代表者］光畑 裕司 
［研究担当者］光畑 裕司、棚橋 学、丸井 敦尚、 

駒井 武、張 銘、坂田 将、 
佐脇 貴幸、鈴木 祐一郎、阪口 圭一、

高木 哲一、高倉 伸一、今泉 博之ほ

か（常勤職員26名、他5名） 
［研 究 内 容］ 
 地圏における地下水・熱環境や物質の循環および集積

メカニズムの解明を通じて、土壌汚染、地熱資源、鉱物

資源、燃料資源等に関する情報を整備し、データベース

構築、地圏資源環境に係る各種地球科学図を作成する。

また、地圏の諸現象解明に必要な新たな各種基盤的地質

調査技術の開発を行う。平成24年度は、以下の研究を行

った。 

 表層土壌評価基本図に関しては、本年度調査サイトと

なった茨城県地域において、各種地盤文献情報の収集を

行い、土壌図のシームレス化作業を進めると共に、県内

の主要な土壌種を網羅した情報が入手できるよう表層土

壌調査を開始した。これにより、県内における土壌図の

整備を完了させ、県内全域における表層土壌調査を完了

した。また、茨城県地域は震災後初めての福島県近郊の

調査地域となるため、調査時には地表より5cm 離れた

部分の空間線量を測定項目として加え、県内土壌への放

射性物質の蓄積分布について情報を得た。その結果、県

内北部は全体に線量が低く、笠間市西部～筑波山東部地

域を中心として北東のライン上にやや線量の高いエリア

が分布し、国・自治体が発表した福島第一原発から漏洩

した放射能分布とよく一致する結果を示した。 

 地下水環境に関しては、従来まで出版してきた水文環

境図の内容をさらに充実させ、新基準（地質調査研究報

告にて公表）に基づく作図を開始し、水文環境図第7号

「熊本地域」、第8号「石狩平野」の調査出版作業を継続

した。平成23年3月には未曾有の大震災を経験し、エン

ドユーザーが求める情報がより多角化し高精度になって

きている。これをふまえ、水の資源・環境・地中熱を含

めた熱利用等に対するデータの拡充を測ること、さらに

過去の列島の水文データをとりまとめた形で今後の出版

を進める。 

 鉱物資源関係では、300万分の1中央アジア鉱物資源図

を出版した。本図は、東はヒマラヤから西はカスピ海周

辺まで、北はシベリアおよびウラル山脈南部から南はイ

ンド北部までを含む広域地質図であり、統一の規準で編

纂された他に類例を見ないものである。また、500万分

の1アジア地質図を基図とした、500万分の1アジア鉱物

資源図のための鉱物資源データのコンパイルを継続中で

ある。他に50万分の1国内鉱物資源図、及び全国金属鉱

山基礎資料集を元に、データコンパイル作業を進めた。 

 燃料資源関係では、「関東平野における水溶性天然ガ

ス鉱床の分布に関する地質・地化学的調査研究」の研究

成果について、燃料資源地質図として取りまとめるため、

昨年度に引き続いて坑井地質の整理と温泉の地球化学的

特徴に関するデータベース化を行った。 
 地熱資源関係では、「全国地熱ポテンシャルマップ」

（2009）において示された地熱発電可能性と実際の資源

の賦存状況に目立った差があるように見られる地域を個

別に検討した結果、昨年度の検討で見いだされた重力基

盤深度の過大評価による影響に加えて、実際の地熱発電

所開発地域であるが企業の坑井データが公開されていな

いために適切な資源量が計算できていない地域があるこ

とが判明した。これらの検討結果は受託研究課題「地熱

資源密度図の精緻化に向けた手法検討」での作業に反映

された。また、数値地質図としての出版を予定している

「地熱資源研究・評価への電子地球科学情報利用の事例

集」の出版原稿を作成した。 

 物理探査技術に関して、海底熱水鉱床やメタンハイド

レート探査等の様々な探査対象について注目が高まって

おいる海底電気・電磁探査について、平成22年度より鉛

直型電極配置による海底電気探査法の研究開発を実施し

ている。鉛直型配置の電極ケーブル位置制御は、水平電

極配置と比較して単純で簡単であり、海底地形が急峻な

地域でも適用が容易である。本年度は、これまでの試験

測定結果を踏まえ、より高品質のデータを取得するため、

多芯電極ケーブルと陸上用多チャンネル電気探査装置を

導入し静岡県清水港で測定実験をおこなった。 

［分 野 名］地質 
［キーワード］地質調査、知的基盤、地球科学図、土壌

環境評価基本図、放射性物質、水文環境

図､鉱物資源図､地熱資源評価、ポテンシ

ャルマップ、海底電気探査 

 

④【地質情報研究部門】 
（Institute of Geology and Geoinformation） 

（存続期間：2004.5.1～） 

 

研 究部門長：牧野 雅彦 

副研究部門長：宮崎 一博、池原 研、田中 裕一郎 

首 席研究員：齋藤 文紀 

総括研究主幹：山元 孝広、竹野 直人 

研 究 主 幹：星住 英夫、村田 泰章 

部 門 付：木村 克己、三田 直樹 

 

所在地：つくば中央第7、中国センター 

人 員：106名（106名） 
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経 費：1,310,562千円（1,056,940千円） 

 

概 要： 

1.1 研究目的 

 日本は、四方を海に囲まれ、大地震や火山噴火が

頻発する数少ない先進国である。私たちが暮らし、

産業活動を行っている地球の環境を守り、地質災害

による被害を少なくするためには、まず、足もとの

大地の様子と成り立ちをよく知るための地球システ

ムの深い理解が必要である。どこまで地球のことを

理解することができたかによって、将来起きること

の予測の精度が決まり、これに応じた対策をとるこ

とができる。 

 地質情報研究部門は、国の「地質の調査」を所掌

する産総研地質分野のユニットとして、長期的視点

にたって陸と海の研究を一元的に実施し、関連する

ユニットとともに、国の知的基盤として信頼性の高

い地質情報を整備し社会に発信する。知的基盤整

備・発信及びその基礎となる研究については、部門

全体で取り組む。同時に、人類と地球が共生し、安

心・安全で質の高い生活と持続可能な社会の実現に

向けて、重点的かつ戦略的に研究に取り組む。 

 

1.2 中期目標・計画達成のための方針 

 産総研地質分野では第3期中期計画の戦略目標お

よび課題を策定し、平成24年度はその中期計画期間

の3年度である。地質情報研究部門は地質分野の中

核ユニットとして、その戦略目標および課題に対応

して、国土の地質情報を取得・整備するとともに、

理論モデル構築による的確な将来予測の実現と社会

の要請に応えることを目指して研究課題に取り組む。 

 研究実施にあたっては、研究グループを基盤とす

る研究と、これらを横断する重点プロジェクトによ

るマトリックス方式を採用する。これらの研究を進

める中で、陸域と海域の研究の融合を進め、バック

グラウンドの異なる研究者間の交流、シーズ研究の

創出や次世代の人材育成を進める。 

 研究グループは専門家集団としての特徴を生かし、

研究ポテンシャルの向上を目指すとともに、重点プ

ロジェクト研究の基礎を支える研究、あるいは将来

のプロジェクト創出の基となる研究を実施する。一

方、重点プロジェクト課題を設定し、グループを横

断した協力連携でもって研究を推進する。 

 

1.3 グループ体制と重点課題 

 平成24年5月の再編により、海洋に関する資源お

よび環境地質に関する研究を所内外に明示し、一層

の研究推進を図るため、海洋資源環境研究グループ

を再編し、資源テクトニクス研究グループと海洋環

境地質研究グループを新設した。これにより、海洋

に関して資源および環境の両分野の強みをいかした

グループを設置することができ、海洋研究全体の推

進を図ることができる。また、地球物理情報を効率

的に活用し国土とその周辺地域の成り立ちを理解す

るため、地球物理研究グループの機能である地球物

理情報と地質情報を総合した地質地殻活動に関する

研究を独立させ、地質地殻活動研究グループを新設

した。これにより知的基盤としての地球物理情報整

備と、その情報と他の地質情報との統合による地質

地殻活動に関する研究の連携強化を図ることができ

る。このことにより当部門の組織体制は19研究グル

ープ、1連携研究体から構成される。 

 当部門では研究グループを横断する以下の9プロ

ジェクト（P）を設定し、連携・協力して研究を進

める。 

・陸域地質図 P：国土基本情報としての陸域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海域地質図 P：国土基本情報としての海域の島弧

地質と知的基盤整備。 

・海底鉱物資源 P：海底熱水鉱床ポテンシャル評  

価。 

・大陸棚調査 P：大陸棚画定の科学的根拠提示のた

めの地質調査研究。 

・ジオグリッド P：衛星画像情報の整備と地質情報

の統合のための研究。情報・エレクトロニクス分

野および環境・エネルギー分野との融合課題。 

・火山噴火推移予測 P：伊豆大島火山の噴火シナリ

オと防災に関する研究。 

・沿岸域の地質・活断層調査 P：陸域－沿岸域－海

域をつなぐシームレス地質情報の整備と活断層の

評価。地質調査総合センターのユニットが連携協

力して平成20年度から取り組む政策課題。 

・深部地質 P：放射性廃棄物地層処分の安全規制支

援。 

・鉱物資源 P：陸域の鉱物資源ポテンシャル評価。 

 

1.4 内外との連携 

 社会の要請に積極的に応えるために、地質情報の

信頼性の確保と利便性の向上を図り、国・自治体・

産業界との連携を強化して、科学的根拠に基づいて

提言などを行う。 

 他の関連ユニットとの連携を強め、産総研におけ

る地質調査総合センター（GSJ）としての機能を十

分に果たす中核を担うとともに、産総研内外の連携

を推進する。総合科学技術会議などの日本の科学技

術政策の中で、産総研地質調査総合センターの果た

すべき役割について検討し、必要な働きかけを行う。 

 研究によって形作られる地質情報はもちろんのこ

と、地球を理解する科学技術は、地質学的にも関連

の深いアジアをはじめとする世界にとって共通の財
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産であり、地質情報研究部門は CCOP（東・東南

アジア地球科学計画調整委員会）等の国際組織や

IODP（統合国際深海掘削計画）、ICDP（国際陸上

科学掘削計画）などの国際プロジェクトを通じて世

界に貢献する。また、地震・火山噴火・地すべりな

どの緊急課題についても、地質調査総合センターと

して迅速に取り組む。 

 

発 表：誌上発表200件、口頭発表601件、その他196件 

--------------------------------------------------------------------------- 
平野地質研究グループ 

（Quaternary Basin Research Group） 
研究グループ長：水野 清秀 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 堆積平野とその周辺の丘陵地を主な研究対象とし、

それらの実体把握と形成プロセスの総合的な理解に努

め、地質災害の軽減・産業立地・環境保全等に貢献す

る地質情報を提供する。この目的のため、特に沿岸

域・都市地質プロジェクトの中核となって活動すると

ともに、陸域地質図プロジェクト等にも積極的に参加

し、また関連する内外の諸研究グループや機関とも連

携して研究を進める。関東平野、福岡沿岸域、北海道

南西部などの沿岸平野及び近江盆地などの内陸盆地を

重点的に調査・研究を行っている。平野を構成する地

層の詳細な層序、地盤特性、地質構造などを把握し、

またそれらの形成プロセスを明らかにするとともに、

地質情報のマップ化・データベース化を進める。さら

に平野地質に関連した自然災害が発生した場合には、

関係諸グループと連携をとり、被害調査などを実施す

る。 

 2011年東北地方太平洋沖地震による地盤被害や液状

化現象などについても調査・研究を進めている。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目7、テーマ題目18、 

テーマ題目19、テーマ題目47 

 

層序構造地質研究グループ 

（Stratigraphy and Tectonics Research Group） 
研究グループ長：中江 訓 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島（活動的島弧）と周辺の東・東南アジア地

域（大陸縁辺域）の地質学的実態を把握し、その長期

的地質現象の過程を解明するために、［1］海溝－前弧

域での堆積・造構過程ならびに造山帯の造構作用の解

明、［2］火山弧周辺（前弧－火山フロント-背弧内堆

積盆）における堆積環境・火山活動の時空間変遷など

の解明、［3］第四紀島弧内堆積盆における層序区分の

高精度化ならびに堆積環境・気候変動の解明、などの

地質学的問題を主要な課題と位置づけた「層序構造地

質の研究」を、系統的かつ総合的に展開する。さらに

国土の基本地質情報整備のために部門重点課題として

実行される「陸域地質図プロジェクト」の中核研究グ

ループとして、「層序構造地質の研究」の成果と最新

の地質学的知見を融合し、我が国の知的基盤情報とし

て各種の陸域地質図整備を担当する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目20 

 

地殻岩石研究グループ 

（Orogenic Processes Research Group） 
研究グループ長：宮崎 一博 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 活動的島弧の長期的挙動及び安定性を解明するため

に地殻岩石の研究を行う。地殻岩石の研究では、変成

帯・火成岩体を研究対象とし、その形成において本質

的な沈み込み帯での変形・変成作用、島弧地殻での変

形・変成・火成作用などを、地層・岩体の地質調査、

岩石・鉱物の化学分析・構造解析、及び形成モデリン

グにより明らかにする。また、国土の基本地質情報整

備のために部門重点課題として実行される陸域地質図

プロジェクトに、その中核研究グループとして参画す

る。陸域地質図プロジェクトにおいては、地殻岩石の

研究成果及び既存の地質体形成過程に関する知見を融

合・適合することにより高精度の地質図の作成を行う。

研究成果は論文・地質図・データベースなどを通じて

公表する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目21、テーマ題目49 

 

シームレス地質情報研究グループ 

（Integrated Geo-information Research Group） 
研究グループ長：斎藤 眞 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 陸域地質図プロジェクトの主要グループとして5万

分の1及び20万分の1地質図幅の研究を行う。また、20

万分の1日本シームレス地質図サイトの改良を行うと

ともに、次世代型20万分の1日本シームレス地質図の

編集を行う。産総研地図系データバンクのコアシステ

ムとして20万分の1日本シームレス地質図をベースと

した地球科学図の統合データベース「地質図 Navi」
の構築・公開を行う。5万分の1縮尺のシームレス地質

図等をベースとした新たな大縮尺地質図データベース

構築のための基礎研究を行う。更に、地質情報を、社

会に役立つ、新たな価値を創出する情報として発信す

るための研究開発や標準の策定を行う。アジアの地質

情報の研究・整備・解析、野外調査を基礎にした地質

学的・地球物理学的研究も実施するとともに、アジア

太平洋地域大規模地震・火山噴火リスクマネジメント

（G-EVER）プロジェクトに参画する。 
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研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目11、テーマ題目

22、テーマ題目43 

 

情報地質研究グループ 

（Geoinfomatics Research Group） 
研究グループ長：中澤 努 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 これまで地質情報は主に現地調査の成果として蓄積

されてきた。一方、様々な潜在的な地質情報を含む衛

星情報は1970年代から膨大なアーカイブとして蓄積さ

れてきた。情報地質研究グループの研究は、このよう

な地質情報・衛星情報を高度化し統合することによっ

て、新たな地質学的視点を創出することを目的とする。

そのために、野外調査や各種室内分析、X 線 CT 等の

機器を用いて基礎的な地質情報を高精度化するととも

に、それら地質情報の処理技術の開発研究を行う。ま

た衛星情報から潜在的な地質情報を抽出し、これらを

シームレス化・デジタル化された地質情報と統合する

ことにより、地質災害軽減等に関する研究を行う。さ

らに、それら高度化・統合化した地質情報・衛星情報

を公開する方策も検討する。 

研究テーマ：テーマ題目8、テーマ題目10、テーマ題目

11、テーマ題目18、テーマ題目23、テーマ

題目43 

 

海洋地質研究グループ 

（Marine Geology Research Group） 
研究グループ長：荒井 晃作 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 海域地質図プロジェクト及び沿岸域プロジェクトの

中核を担って研究を遂行する。日本周辺海域の海洋地

質情報を整備公開するとともに、それらデータを基に

日本周辺海域の活断層評価、古環境変動の解明、地質

構造発達史、及び海底火山や熱水活動に伴う地質現象

の解明を行うことを目的とする。白嶺等を用いた音波

探査、採取堆積物及び岩石を基本データとし、それら

の解析によって海洋地質図（海底地質図及び表層堆積

図）を出版、インターネットでのデータ公開も進めて

いる。これらの既存データに加え、他機関データや調

査船等を活用し、活動的構造運動や古環境変動等の海

域における地質現象の解明を目指す。さらに、地質情

報に乏しい沿岸海域についても、小型船舶を用いて音

波探査と堆積物採取を行い、沖合と陸上の地質情報を

統合的に解釈、公開を進める。 

研究テーマ：テーマ題目2、テーマ題目4、テーマ題目24、

テーマ題目44 

 

地球変動史研究グループ 

（Paleogeodynamics Research Group） 
研究グループ長：田中 裕一郎 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地磁気層序、岩石磁気層序及び微化石層序学的研究

を統合した高分解能年代スケールを基盤とし、海陸の

地質及び地球物理学的情報を融合して、地質学的時間

スケールの地球システム変動及びテクトニクスを解明

することを目的とする。また、日本列島及び周辺海域

のテクトニクスの解明を行う。海陸の地質並びに地球

物理情報を総合的に解析、モデル化することにより、

プレート運動と日本列島及びその周辺海域のテクトニ

クスの関係を解明する。さらに、海底及び沿岸域にお

ける高分解能表層物理探査に関する研究や技術開発を

行う。これにより、陸域・海域の地質調査及び地球科

学基本図の高精度化などの当部門のミッション達成に

貢献する。また、統合国際深海掘削計画（IODP）の

推進に、科学と運営の両面から貢献する。これらの研

究ポテンシャルを生かし、陸上及び海域地質図・地球

物理図作成、海底鉱物資源ポテンシャル評価・資源情

報整備に関して分担する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目2、テーマ題目25、

テーマ題目44 

 

資源テクトニクス研究グループ 

（Tectonics and Resources Research Group） 
研究グループ長：下田 玄 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本周辺海域における海底鉱物資源の広域ポテンシ

ャル評価に資する研究を行った。そのために海底堆積

物、岩石等の地球化学的・岩石学的研究を行った。地

球化学的な研究は、海底鉱床の生成に重要な元素の移

動や濃集過程の解明に応用することができる。すなわ

ち、同位体比や化学組成が変化する過程を科学的に解

明することで、鉱床形成につながる元素濃集過程の指

標を科学的に見いだすための研究を行った。岩石学的

研究は、日本周辺海域の構造発達史を明らかにするた

めに用いた。日本周辺の広大な海域について海底鉱物

資源のポテンシャル評価を行うためには、海底熱水鉱

床が形成されるテクトニックセッティング、すなわち、

前弧海底拡大、超低速拡大軸、背弧・島弧内リフト盆

地の形成過程の解明が不可欠である。これらの形成過

程を科学的に解明することで海底鉱物資源の広域的な

ポテンシャル評価に資する研究を行った。海底鉱物資

源開発に関して大陸棚確定は大きな意味をもつ。そこ

で、大陸棚画定のための資試料のうち産総研が保有、

管理する科学的データ／試料の有効利用のための環境

を整備した。また、大陸棚審査に対する対応を行った。 
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研究テーマ：テーマ題目13、テーマ題目26、テーマ題目

44 

 

海洋環境地質研究グループ 

（Marine Geo-Environment Research Group） 
研究グループ長：鈴木 淳 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球環境保全や地質災害などに関する科学的根拠の

提示のため、都市・沿岸の環境、そして影響が広範囲

にわたる沿岸域および地球環境について、その環境変

動幅と変動支配因子を明らかにする。これら目標実現

に向けて、安定同位体比分析を始め各種地球化学的分

析法および光ルミネッセンス（OSL）年代測定法等

の高度化については重点的に取り組むと共に、堆積学、

古生物学、海岸工学など多様な手法の連携により、研

究課題に対して総合的なアプローチを取る。部門の重

点プロジェクト研究に位置づけられている「海域地質

図プロジェクト」（沖縄海域プロジェクト）と「海底

鉱物資源プロジェクト」については、研究グループと

して積極的に参画して研究展開を図るとともに、将来

の新たなプロジェクト創出のシーズ探索を推進する。 

研究テーマ：テーマ題目27、テーマ題目48 

 

沿岸海洋研究グループ 

（Coastal Environment and Monitoring Research 
  Group） 
研究グループ長：谷本 照己 

（中国センタ－） 

概 要： 

 本研究グループでは、疲弊した沿岸生態系を再生し、

持続的な利活用が可能な活動空間を取り戻すため、沿

岸海域の環境モニタリングの高度化、沿岸域の水質改

善や沿岸生態系の回復を目指す技術の開発と実用化支

援および数値モデル解析を行う。また、沿岸域環境デ

ータの収集・解析およびデータベース化を行い、イン

ターネット等で広く社会に提供する。 

 平成24年度は、風の影響を考慮した海水流動と海面

浮遊物の数値モデル解析および藻場分布と衛星画像の

解析を行って環境モニタリング手法の高度化などの沿

岸域環境評価技術の開発を行った。また、津波リスク

評価として仙台湾と松島湾を対象とした数値モデルお

よび水理モデル実験を行って、津波堆積物の集積場所

の特定や松島湾周辺の津波特性の評価を行った。 

研究テーマ：テーマ題目28、テーマ題目48 

 

地球化学研究グループ 

（Geochemistry Group） 
研究グループ長：岡井 貴司 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地殻における元素の地球化学的挙動の解明を中心と

した地球化学情報の集積・活用と高度な分析技術の開

発を目的とし、元素の地球化学的挙動解明の基礎とな

る地球化学図の作成、あらゆる地質試料の分析の基礎

となる地球化学標準物質の作製、地質関連試料の高度

な分析技術の開発と維持・普及を行う。地球化学図の

研究では、大都市市街地における元素のバックグラウ

ンドを明らかにするために、従来の10倍の精度を持つ

精密地球化学図を作成するとともに、既に公開してい

る地球化学図データベースの充実を図る。標準物質の

研究では、岩石標準試料の国内唯一の発行機関として、

ISO に対応した各種地質試料の認証標準物質の作製

を行うとともに、岩石標準試料の各種情報をデータベ

ースとして公開する。また、地球化学の基礎技術とし

て、様々な地質試料中の元素の高度な分析技術の開発

と、それらを用いた元素の挙動解明の研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目17、テーマ題目29、テーマ題目

48、テーマ題目50 

 

地球物理研究グループ 

（Geophysics Group） 
研究グループ長：伊藤 忍 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地球物理データを取得する調査手法ならびに解析技

術の開発・高度化を行い、地下地質構造に関する実態

解明を目的とする。地球物理図の作成及び重力データ

ベースの拡充を行い、国土の知的基盤地質情報整備と

利活用に貢献する。また、平野部や沿岸域において地

震探査や重力探査など物理探査を実施し地層や断層に

関する詳細な地下構造を求める。これらの研究成果は

論文・地球科学図・データベースや産総研一般公開・

地質情報展などを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目5、テーマ題目6、

テーマ題目15、テーマ題目30、テーマ題目

46 

 

地質地殻活動研究グループ 

(Dynamic Earth Research Group) 
研究グループ長：名和 一成 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 本グループは、地球物理情報を効率的に活用し国土

とその周辺地域の成り立ちを理解することを目的とし

て、地球物理情報と地質情報を総合した地質地殻活動

に関する研究を実施するため、24年度に新設された。

地球物理研究グループとも協力して、地球物理学的な

調査手法、解析技術、シミュレーション技術の開発・

高度化を行うとともに、重力図の作成及び重力データ
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ベースの拡充を行う。地球物理情報と他の地質情報を

統合・連携した研究を推進することで、国土の知的基

盤地質情報の利活用に貢献する。これらの研究成果は

論文・地球科学図・データベースや産総研一般公開・

地質情報展などを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目5、テーマ題目15、テーマ題目31 

 

火山活動研究グループ 

（Volcanic Activity Research Group）  
研究グループ長：石塚 吉浩 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 中期的な火山噴火予測のため、活動的火山の噴火履

歴・成長史を解明し、将来の活動様式・時期を予測す

るとともに、火山地質図を作成する。また、長期的な

火山活動場変遷の規則性を明らかにするために、日本

の第四紀火山活動の時間空間分布を明らかにする研究

を実施する。これらに加え、年代測定法や化学分析法

などの技術開発および高度化を行うとともに実測定を

実施し、物質科学的な見地から火山の総合理解を深め

る。火山噴火あるいは火山活動時においては、社会的

要請に応えるための組織的かつ機動的な緊急調査を実

施する。また、陸域地質図プロジェクトのコアグルー

プの一つとして、新生代火山岩地域における高精度の

地質図作成を行う。これらの研究成果は、論文・地質

図・データベースなどを通じて社会に発信する。 

研究テーマ：テーマ題目1、テーマ題目14、テーマ題目

16、テーマ題目32 

 

マグマ活動研究グループ 

（Magmatic Activity Research Group） 
研究グループ長：篠原 宏志 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 短期的火山噴火予知・活動推移予測の基礎となる、

噴火機構・マグマ供給系の物理化学モデルの構築を目

指し、マグマ系における化学反応・力学過程などの素

過程の実験・理論的研究と活動的火山の観測・調査に

基づくマグマ活動の把握及びモデル構築を行う。具体

的には、火山ガス放出量・組成観測、放熱量観測、地

殻変動観測など活火山の観測研究と、メルト包有物や

斑晶組織・組成の解析によるマグマの性質と進化の研

究、地質調査に基づく岩脈貫入や噴火時系列の解析、

高温高圧実験やアナログ物質を用いた模擬実験などに

よる素過程の解析などを実施する。研究成果は火山噴

火予知連にも報告され、火山活動の評価などの基礎資

料としても用いられる。 

研究テーマ：テーマ題目14、テーマ題目33 

 

 

マグマ熱水鉱床研究グループ 

（Magma-Hydrothermal Deposits Research Group） 
研究グループ長：森下 祐一 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 マグマ熱水鉱床を含む系における元素の移動、分配、

沈澱により鉱物の同位体・化学組成が変化する素過程

を、同位体比測定や流体包有物の解析等に基づき明ら

かにし、熱水の進化や鉱床成因を解明することを目指

す。岩石・鉱物の同位体・化学組成は微小領域では不

均質なため、二次イオン質量分析装置（SIMS）等を

用いて微小領域同位体・化学分析を行うことにより、

現象の本質を解明して鉱物資源の探査法の開発やポテ

ンシャリティ評価を行う。一方、鉱床の起源となるマ

グマの性質を解明するため、火山岩等に含まれるメル

ト包有物の SIMS 分析を実施し、マグマの進化・脱

ガス機構やマグマ供給系の深さを明らかにする。また、

同位体分析法等の開発に関する研究を行う。陸域の鉱

物資源のポテンシャル評価では微小領域分析や同位体

分析等に基づき鉱物資源の成因解明や探査法の開発に

関する研究を行う。また、鉄マンガンクラストの成因

解明など、海底鉱物資源に関する調査研究を行う。 

研究テーマ：テーマ題目12、テーマ題目34 

 

長期変動研究グループ 

（Geodynamics Research Group） 
研究グループ長：宮城 磯路 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 日本列島における、長期的な地殻変動（隆起・侵

食・堆積・地震・火山）の基礎的理解を深めることを

目的として、第四紀火山の地質・岩石学・鉱物学的研

究、変動地形学的手法による第四紀地殻変動の研究、

断層解析による地殻応力場変遷史の研究、侵食速度や

メカニズムに関する研究を行う。これらの調査結果に

よる知見や各種の調査手法開発による研究結果は、地

質情報センターにおいて、深部地質環境研究コアのミ

ッションとして実施される地質環境の長期変動予測や

安定性評価手法の開発に応用される。さらに、原子力

安全保安院による放射性廃棄物地層処分の安全規制の

ためのガイドライン作成等に活用され、国による安全

審査を科学的にサポートする。 

研究テーマ：テーマ題目35、テーマ題目39、テーマ題目

49 

 

深部流体研究グループ 

（Crustal Fluid Research Group） 
研究グループ長：風早 康平 

（つくば中央第7） 

概 要： 
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 日本列島各地における浅層－深層地下水、温泉、ガ

ス等を調査し、その起源、成因や流動状態を解明する

ための手法を開発することにより、深層に存在する地

下水系や深部流体の実態を明らかにすることを目的と

する研究を行う。具体的研究手法は、地下水・ガスの

各種化学・同位体組成からわかる地下水やガスの物質

収支および形成機構の解明、希ガス同位体組成等を用

いた超長期地下水年代測定、地質や地質構造と深層地

下水流動の関係を明らかにする GIS ベースの DB 開

発などである。これらの調査結果による知見や各種地

下水調査手法開発による研究結果は、地質情報センタ

ーにおいて、深部地質環境研究コアのミッションとし

て実施される深層地下水系の長期変動予測や安定性評

価手法の開発に応用される。さらに、原子力安全保安

院による放射性廃棄物地層処分の安全規制のためのガ

イドライン作成等に活用され、国による安全審査を科

学的にサポートする。 

研究テーマ：テーマ題目36、テーマ題目38、テーマ題目

47、テーマ題目48 

 

地下環境機能研究グループ 

（Geological Isolation Research Group） 

研究グループ長：伊藤 一誠 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分の安全規制を支援

する研究として、地層処分の立地及び安全審査段階に

おけるセーフティケースの妥当性の判断に求められる

地質学的知見を整備し、技術情報として提供し、社会

の安全に役立てる。このために、地下実験施設などを

利用した観測および地下水・岩石試料の採取とその同

位体や化学組成などの各種分析を実施し、それを基に

モデル化と数値シミュレーションによる地下環境の変

遷についての予測と評価をおこなう。これらの一連の

解析を通じて、立地選定段階で必要とされる地下環境

のベースラインデータについての調査方法を水理、熱、

力学、化学（生物を含む）の各プロセスに応じて取得

する手法としてまとめるとともに、今後必要とされる

安全評価などの安全性の確認をこれによって検討する

上での基礎的知見とする。 

研究テーマ：テーマ題目37、テーマ題目49 

 

瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体 

（Collaborative Research Team for Eco-technology of 
  Seto Inland Sea） 
連携研究体長：谷本 照己 

（中国センタ－） 

概 要： 

 瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体として、地域行政

機関、大学や企業等との連携により流況制御技術や鉄

鋼スラグを利用した沿岸海域の環境保全、修復技術の

開発およびその技術支援を目指す。また、公開可能な

調査・観測データや水理模型実験デ－タをデータベー

ス化し、インターネット等で広く社会に提供する。 

 平成24年度は、鉄鋼スラグを利用したアマモ場造成

に関わる水槽実験および停滞性の強い大阪湾などの内

湾奥部の水質・底質を改善する環境再生手法としての

流況制御技術の評価を行った。また、瀬戸内海大型水

理模型による流況データの解析とデータベース化を行

い、インターネットによる情報公開を継続して行った。 

研究テーマ：テーマ題目40 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］陸域地質図の研究（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、植木 岳雪、中島 礼、 

原 英俊、野田 篤、辻野 匠、 

工藤 崇、内野 隆之、宮崎 一博、 

松浦 浩久、高橋 浩、竹内 圭史、 

青矢 睦月、山崎 徹、佐藤 大介、 

斎藤 眞、西岡 芳晴、石塚 吉浩、 

星住 英夫、松本 哲一、古川 竜太、

石塚 治、及川 輝樹、水野 清秀、 

小松原 琢、田邉 晋、納谷 友規、 

柳沢 幸夫、高橋 雅紀、七山 太、 

中澤 努、尾崎 正紀、安原 正也、 

山元 孝広、中野 俊、利光 誠一、 

渡辺 真人、角井 朝昭、長森 英明、

高木 哲一、実松 健造、宮下由香里、

駒澤 正夫（常勤職員43名）、 

近藤 玲介、栗田 裕司、本山 功、 

卜部 厚志、鴨井 幸彦、安井 賢、 

安藤 寿男、中里 裕臣、目代 邦康、

海野 進、竹内 誠、柏木 健司、 

鹿野 和彦、川畑 博、横山 俊治、 

廣瀬 亘、川上 源太郎、長谷川 健 

（他18名） 

［研 究 内 容］ 

国土の地質学的実体の解明と社会への詳細な基盤的地

質情報の提供のため、20万分の1ならびに5万分の1地質

図幅の整備を行う。「陸域地質図の研究」の実施にあた

っては、本部門・他研究ユニット及び外部研究機関の研

究者との協力体制のもと、「層序構造地質」・「地殻岩

石」・「シームレス地質情報」・「火山活動」の4つの

研究グループが中心となって推進している。 

 20万分の1地質図幅については、横須賀・松山・高知

・大分の4地域の地質調査を進捗させた。 

 5万分の1地質図幅に関しては、一戸・鴻巣・茂原・明

智・鳥羽など25地域の地質調査を進捗させるとともに、

新居浜・今庄及び竹波・早池峰山・八王子の4地域（5区
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画）の地質図及び報告書を完成させた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質図幅、20万分の1地質図、5万分の1

地質図 

 

［テーマ題目２］海域地質図プロジェクト（運営費交付

金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、荒井 晃作、片山 肇、 

井上 卓彦、板木 拓也、佐藤 智之、

天野 敦子、山崎 俊嗣、小田 啓邦、

佐藤 太一、鈴木 淳、長尾 正之、 

兼子 尚知、野田 篤、辻野 匠、 

岡村 行信、村上 文敏、松本 弾、 

西田 尚央、山岡 香子、多惠 朝子 

（常勤職員16名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 日本周辺海域の地球科学的調査・研究を通じて、地殻

を中心とした海洋地球に関する基盤的情報を系統的に整

備し、広く社会へ提供する。特に、海洋地質図の整備、

海洋地質データベースの構築とインターネット公開、こ

れらを支え発展・高度化させる基礎的基盤的研究に関し

て世界をリードする研究に取り組む。なお、海洋地球に

関する基盤的情報及び科学的知見は、国や社会の持続的

発展を支える基本的公共財として、産業立地を含む各種

海洋開発・災害軽減・環境管理などに対する基礎的資料

となる。 

 本年度は、鹿児島県沖永良部島周辺海域の調査航海を

実施するとともに、これまでの調査航海の結果に基づき、

海洋地質図の整備を進めた。その結果、約1500海里の航

走観測と8地点での底質試料採取を行い、その概要は速

報にとりまとめ中である。また、日高舟状海盆海底地質

図、宗谷岬西方海底地質図、野間岬沖表層堆積図を CD
出版した（海底地質図には重力異常図・地磁気異常図も

添付）。 

 データベースに関しては、海域地質構造断面（音波探

査記録）データ、表層地層探査記録のデジタル化を進め、

順次公開した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底地質図、表層堆積図、重力・地磁気

異常図、データベース、日本周辺海域、

南西諸島海域、白嶺 

 

［テーマ題目３］大陸棚調査「大陸棚画定調査に関わる

基盤岩による海山等の形成史および潜在

的な資源に関する研究」（運営費交付

金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］岸本 清行 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］岸本 清行、西村 昭、湯浅 真人、 

棚橋 学、石原 丈実、上嶋 正人、 

石塚 治、下田 玄、森尻 理恵、 

斉藤 英二、飯笹 幸吉 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 部門プロジェクトである本課題は、大陸棚チーム員お

よびその所属グループの協力のもとに以下の2課題を実

施した。1. わが国の大陸棚延伸に関わる海域の基盤岩

等地質試資料・情報の整備管理。2. 2012年4月26日に国

連から発出されたわが国の延長大陸棚に関する勧告の技

術的検討に関わる作業分担（審査対応部会への参加等）。 

(1) 大陸棚画定調査の一環として実施した海域で採取し

た岩石試料等の分析解析を進めるとともに、海域の地

球科学データのとりまとめを行った。また、わが国の

延長大陸棚が最終確定するまで、申請に用いた関連す

る地質試資料の保全管理をする必要がありその対策を

行った。さらに、今後海域の潜在的資源に関する研究

試料としてそれらを有効活用するための環境整備を進

めた。 

(2) 受領した「延長大陸棚勧告」の技術的検討のため審

査対応部会および WG 会合において活動した。日本の

延長大陸棚申請文書は平成20年11月12日に国連の「大

陸棚の限界に関する委員会」に提出・受領され、足掛

け3年の審査を経て、政府は延長大陸棚申請に対する

「勧告」を平成24年4月27日（日本時間）に受領した

が、一部海域に審査が先送りされた部分があるため、

国として「審査対応」機能を当面継続維持する必要が

あり、それらの技術的課題についても検討した。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］海洋地質調査、大陸棚画定、国連大陸棚

限界委員会 

 

［テーマ題目４］沿岸域の地質・活断層調査－沿岸海域

の海洋地質の研究（運営費交付金：重点

プロジェクト） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、片山 肇、荒井 晃作、 

井上 卓彦、天野 敦子、佐藤 智之、

岡村 行信、村上 文敏、西田 尚央、

松本 弾、宇佐見 和子、多惠 朝子 

（常勤職員7名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 地質情報に乏しい沿岸域の地質情報の整備と沿岸域の

よりよい調査手法の確立が本調査研究の目的である。本

年度は、北海道苫小牧（勇払）沖海域の反射法音波探査

と表層堆積物採取を行った。その結果、音波探査断面に

3つのユニットを認め、現在の日高側の河川の流下方向

にほぼ平行な地層の前進を確認した。また、これまで断

層崖と考えられてきた海底の段差は堆積性の地形である

ことが確認され、採泥調査からその形成年代が融氷期以
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降であることが明らかとなった。これらの結果は、報告

書原稿として取りまとめた。また、一昨年度福岡沖の調

査結果を DVD 出版するための作業を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］島弧、沈み込み帯、変成作用、火成作用 

 

［テーマ題目５］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-1)（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］山口 和雄（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］山口 和雄、加野 直巳、住田 達哉、

横倉 隆伸、岡田 真介、阿部 進、 

山谷 祐介（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

沿岸付近の陸域と海域の地質情報の整備を目的として、

新規に地震探査・重力探査を行い、合わせて既存データ

の収集等も行う。 

 勇払地域では、H24年度に、海岸に直交し内陸に向か

う勇払測線4（長さ約12km）と勇払測線5（8km）で新

規に反射法地震探査を行い、この2本の測線と苫小牧86

測線で重力探査を行った。勇払測線4では測線両端付近

の背斜とその間の向斜がイメージングされた。勇払測線

5では向斜がイメージングされ勇払測線4の向斜に繋がる

と考えられる。再解析は、これまでに、周辺の基礎物探

データ（海域563km、陸域45km）を対象として CMP
重合時間断面、マイグレーション断面、深度断面を整備

し、基礎物探日高地域の H91-3測線（48km）と外部機

関保有の苫小牧86測線（15km）に MDRS（Multi-Dip 
Reflection Surface）法を適用した。H24年度は、H22

年度に調査を実施した勇払測線1（19km）と勇払測線2

（8km）、外部機関保有の長沼85測線（18km）、基礎物

探胆振沖浅海調査5測線（74km）に MDRS 法を適用し

た。MDRS により、不明瞭だった深部のスラストや浅

部の褶曲のイメージングに成功した。H23年度に調査を

実施した勇払測線3（19km）の西半分を高分解能で再解

析し、測線沿いで掘削された2本の80m 深度ボーリング

と対比した。これまでに重力探査を実施した勇払測線1、

2、4、5、苫小牧86の全体的な傾向として、東に下がる

ブーゲー異常は先新第三系の基盤によるものと考えられ、

先新第三系基盤が地下深部で大きく食い違っている様子

はブーゲー異常からは確認できない。H22年度に調査を

実施した福岡市の生の松原の S 波反射法データをとり

まとめ DVD 出版の原稿を作成した。 

［分 野 名］地質  

［キーワード］沿岸域、勇払地域、福岡地域、反射法地

震探査、MDRS 法、重力探査、ブーゲ

ー異常 

 

［テーマ題目６］沿岸域の地質・活断層調査－陸海接合

の物理探査（地球物理 RG-2)（運営費

交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］大熊 茂雄（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］大熊 茂雄、駒澤 正夫、中塚 正 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地球物理図を

作成し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情

報を提供することを目的として、本研究では陸海接合の

物理探査を行う。平成24年度は、北海道勇払沖の重力デ

ータ空白域で海底重力調査を実施し、既往の海上及び陸

上データも取り込んで、陸海域を接合した重力図を作成

した。また、当該海域の空中磁気データ空白域で、高分

解能空中磁気探査を実施し、陸海域にまたがる詳細な空

中磁気図を作成した。重力探査の結果、ゼロ値線が断層

状構造の最急勾配位置を示す残差重力が石狩低地東縁断

層帯に良く対応することが分かった。また、苫小牧は残

差重力の正値域となるが、それは南の海域に伸び、基盤

が隆起していることを示している。さらに、苫小牧東港

南方の NW-SW 方向の線形海底地形（崖）構造に対応

して負の残差重力が分布することが分かった。一方、暫

定的に作成された空中磁気図では当該の地形に対応して

線状の高磁気異常が認められた。これらから、当該の地

形が低密度・高磁化強度の地質からなることが推定され、

当該海域で行われた音波探査の結果などを加味すると、

海流等による堆積環境の特徴を表している可能性が高い。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］重力探査、海底重力調査、空中磁気探査、

重力図、空中磁気図、地球物理図、苫小

牧、勇払平野 

 

［テーマ題目７］沿岸域の地質・活断層調査－陸域の地

質調査（運営費交付金：重点プロジェク

ト） 

［研究代表者］水野 清秀（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］水野 清秀、小松原 琢、小松原 純子、

田邊 晋、石原 武志 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 陸域と沿岸海域とをつないだシームレス地質図を作成

し、活断層や地下地質を含めた統合化された地質情報を

提供することを目的として、本研究では陸域の地質調査

を行う。平成24年度は、北海道石狩－勇払平野における

ボーリング調査を実施するとともに、福岡沿岸域の第四

系および活断層についてシームレス地質情報集出版のた

めのとりまとめを行った。 

石狩-勇払低地帯の陸域地質調査においては、千歳市

柏台地区において深さ70m のボーリングを実施し、支

笏火山噴出物より下位の39m 区間のコアを全採取した。

その結果、支笏火山噴出物よりも下位に2層準の海成堆

積物が存在することを確認し、現在日本海と太平洋の分
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水界付近にあり、かつ石狩低地帯の幅が最も狭くなって

いる地点において高海水準時期には海成堆積物が堆積し

ていたことが確認できた。また、当ボーリングにおいて

最終間氷期以前と考えられる海成層中より既知のテフラ

に対比できない軽石質テフラを見出した。ボーリングの

層相記載とテフラに関する報告は平成24年度沿岸域の地

質・活断層調査報告書に報告した。また、現在花粉分析

を実施中である。このボーリングとは別個に既存調査ボ

ーリングデータを収集・解析し、物理探査データおよび

基準ボーリングと総合して石狩低地帯南部の活構造の第

四紀後期における活動性を評価する基礎資料を作成した。

その結果、支笏火山噴出物に覆われた石狩低地帯と勇払

低地帯の境界をなす丘陵（支笏火山噴出物露出地域）地

下で反射法地震探査によって深部の地層の地質構造と調

和的に最終間氷期堆積物が変位していることが明らかに

なった。この結果、従来不明瞭な変位地形を根拠に活構

造と推定されていたものが実際に第四紀後期に活動して

いる構造として地質学的にも認定することができた。 

 福岡沿岸域の活断層と段丘堆積物・沖積層の分布につ

いては地質図上にとりまとめ、また主要な平野域での第

四紀堆積物基底高度分布図を作成して、シームレス地質

情報集（DVD）の一部として公表した。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］ボーリング調査、活断層、活褶曲、第

四紀堆積物、シームレス地質情報、石

狩低地帯、福岡沿岸域 

 

［テーマ題目８］沿岸域の地質・活断層調査－陸域のシ

ームレス地質図調査（運営費交付金：重

点プロジェクト） 

［研究代表者］尾崎 正紀（地質情報研究グループ） 

［研究担当者］尾崎 正紀、花島 裕樹 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 陸域と沿岸海域の空白域におけるシームレスな地質情

報を提供することを目的として、その基盤地質情報の一

つである陸域部のシームレス地質図を作成し、海底地質

図・重力図・空中磁気図・構造図など多様な地質情報図

との統合を行っている。 

 平成24年度は、福岡沿岸域において、陸域地質図、基

盤地質図、第四堆積物基底面図の編纂を行い、福岡沿岸

域における活断層系は、基盤構造に依存した活動を行っ

ていることなどを明らかにすることができた。更に、海

底地質図、重力図、空中磁気図、活断層図などとの統合

データを作成し、それらの成果を海陸シームレス地質情

報集「福岡沿岸域」（DVD）にまとめた。また、石狩低

地沿岸域では、最新のデータに基づき、新たに石狩低地

及び周辺地域の陸域における20万分の１シームレス地質

図を作成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］シームレス地質図、基盤地質図、福岡沿

岸域、石狩低地沿岸域 

 

［テーマ題目９］沿岸域の地質・活断層調査－地下地質

情報のデータベース整備とモデリング

（運営費交付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］木村 克己（地質情報研究部門） 

［研究担当者］木村 克己、康 義英、花島 裕樹 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 北海道石狩平野の6自治体から収集したボーリング柱

状図資料の電子化を行い、モデル化に必要な350本の電

子化（XML 形式）及び国土地理院の数値標高による詳

細な地形図の構築を完了し、浅部地下構造に関する三次

元地質モデリングの基礎資料を完備した。ボーリングデ

ータに基づいて福岡平野の浅部地下の三次元モデルを構

築し、警固断層が天神沈降盆を伴い、沈降盆の両端域の

2箇所で分岐することを明らかにした。また、これまで

用いてきた柱状図解析システムについて三次元モデル構

築用のデータ管理・境界区分設定機能などを改良した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］沿岸域、ボーリング柱状図、データベー

ス、福岡平野、石狩平野 

 

［テーマ題目10］沿岸域の地質・活断層調査－海陸空間

情報の整備（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］川畑 大作（地質情報研究グループ） 

［研究担当者］川畑 大作、尾崎 正紀、田中 裕一郎、 

井川 敏恵、佐藤 美子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 沿岸域地質・活断層調査で得られた成果が多様な目的

で活用されるよう、研究成果の空間情報整備や標準化、

公開手法の検討、利活用のための技術開発などを行って

いる。また、研究成果物（研究報告、DVD）作成のサ

ポートを行っている。 

 平成24年度は、既刊の海陸シームレス地質情報集「能

登地域」及び「新潟地域」のデジタルデータの作成、フ

ァイル共有環境の構築、空間データの簡易閲覧システム

の構築を行った。また、海陸シームレス地質情報集「福

岡沿岸域」（DVD）用データの作成や平成23年度の沿岸

域地質・活断層調査研究報告の編集などを行った。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］空間情報、情報共有、海陸シームレス地

質情報集、研究報告、福岡沿岸域 

 

［テーマ題目11］Geo Grid（運営費交付金：重点プロ

ジェクト） 

［研究代表者］宮崎 一博（地質情報研究部門） 
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［研究担当者］宮崎 一博、西岡 芳晴、吉川 敏之、

川畑 大作、巌谷 敏光 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 野外調査のデジタルアーカイブ手法の研究を目的とし、

調査者が使いやすく利便性の高いデジタルアーカイブの

ためのアプリケーション開発や調査端末の検証開発を行

う。近年では GPS やコンパスなどの観測センサーを内

蔵したスマートフォンが普及しつつある。本研究ではス

マートフォンを用いたアプリケーション開発を行ってい

る。平成24年度は平成23年度に開発した GeoClino for 
iPhone の国際対応を行った。ユーザーインターフェイ

スについても変更を行い、従来のアナログ式表示に加え、

デジタル式表示を選択できるようにした。収集した情報

の編集機能も追加し、位置情報を補正できるようにした。

最新の OS への対応やデバイスへの対応も行った。また、

インターネットを利用できる場所や電波の届かない場所

において、このアプリケーションを利用した電波の強弱

の違いによる野外調査手法の検証を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］デジタルアーカイブ、野外調査情報、 

GeoClino for iPhone 
 

［テーマ題目12］陸域の鉱物資源のポテンシャル評価に

関する研究（運営費交付金：重点プロジ

ェクト） 

［研究代表者］森下 祐一 

（マグマ熱水鉱床研究グループ） 

［研究担当者］森下 祐一、濱崎 聡志、清水 徹、 

後藤 孝介、清水 日奈子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 白金、パラジウム、インジウムや金などを対象とする

鉱物資源探査に資するため、微小領域分析や同位体分析

手法等を開発し、陸域の鉱物資源の成因を解明して新し

い探査法を提出するための研究を行う。 

 南アフリカ共和国は白金族鉱石の埋蔵量が世界で圧倒

的なシェアを占め、また生産量も世界の7割以上を占め

るなど重要な資源国である。白金族元素と南アフリカ共

和国の白金族鉱山について調査を進め、その一部を資源

情報として学会誌に公表した。 

 雲仙火山掘削試料を用いた熱水性鉱物の分布により推

定された山体内部の温度構造から、火山近傍における熱

水系の形成について記載、とりまとめをおこなった。 

 世界有数のインジウム鉱床である豊羽鉱床の銅鉱石を

用いて、X 線顕微鏡及び赤外線顕微鏡観察、及び全岩微

量成分分析を行い、インジウム分布と含有量を精査した。

その結果、インジウムは、亜鉛鉱石に次いで銅鉱石中に

も高濃度（最大1090ppm）に含まれ、その量は他のレ

アメタル（アンチモン及びビスマス）量とも相関するこ

とが明らかになった。これらの結果から、インジウムは、

アンチモン及びビスマスとともに探査ターゲットになる

ことがわかった。 

 昨年までに確立した鉄マンガンクラストのオスミウム

同位体比分析に基づき、フィリピン海プレートの流星海

山より採取された鉄マンガンクラスト試料の成長速度お

よび形成年代の決定を試みた。流星海山より採取された

試料は、1500万年前頃より、100万年に約3mm の速度

で、ほぼ一定に成長してきたことが分かった。また、鉄

マンガンクラストの広域的な分布調査および研究用試料

の採取を目的に、太平洋プレートの半沢海山における調

査航海（KY12-16）も行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉱物資源、白金族、金、インジウム、鉄

マンガンクラスト 

 

［テーマ題目13］海底鉱物資源（運営費交付金：重点プ

ロジェクト） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、山岡 香子 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 久米島西方海域での若い火成活動が示唆されていたの

で、当該海域で海底資源に資する調査を行った。日本周

辺海域で発見された海底熱水鉱床は、全て若い活動的な

島弧火山、もしくは背弧リフトの活動に起因している。

また、高温熱水活動は、鉱床の生成に本質的な役割を果

たすと考えられているので、高温熱水活動域の発見を最

終的な目的として調査を行った。これまでに発見された

海底金属鉱床を伴う高温熱水活動は、全てカルデラもし

くは溶岩ドームで発見されている。従って、久米島西方

海域の複合的なカルデラ地形は、この海域が海底熱水鉱

床調査に好適であることを示している。そこで、久米島

西方海域において堆積物を採取し、含まれる鉱物種と化

学組成を調べることで海底鉱床の生成を伴う熱水活動の

徴候を検出可能なのかを検証した。その結果、熱水活動

域と同一カルデラ内であれば、熱水活動徴候を化学的指

標で検出できることが明らかとなった。また、カルデラ

の外側でも近距離であれは Pb 濃度で異常が検出できる

可能性があることが明らかとなった。久米島西方海域で

採取された堆積物は、銅・亜鉛・鉛の他にも As、Sb 等

の熱水鉱床の指標となり得る元素を高濃度で含むが、こ

れらの元素を熱水活動の指標として使えなかった。その

理由は、堆積物の元素組成を規格化する適切なデータが

無かったからである。これらの元素を熱水活動の指標と

して適切に使うためには、この海域の基礎的な地球化学

的調査が欠かせない。今後、海底鉱物資源の広域ポテン

シャル調査を高精度・高確度で行うためには、非火山海

域のデータ採取や活用も必要であろう。 
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［分 野 名］地質 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、沖縄トラ

フ、フィリピン海プレート、地球化学、

岩石学 

 

［テーマ題目14］火山噴火推移予測の高度化（運営費交

付金：重点プロジェクト） 

［研究代表者］篠原 宏志（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］篠原 宏志、松島 喜雄、川辺 禎久、

石塚 治、古川 竜太、及川 輝樹、 

下司 信夫、石塚 吉浩、高倉 伸一、

西 祐司、石戸 恒雄、大石 雅之、

Nicolas VINET 
（常勤職員10名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 伊豆大島火山における地殻内マグマ長距離移動の検討

と側火口へのマグマ供給システムを解明する目的で、東

海大学と共同で、大島北西沿岸で精密海底地形調査を実

施した。今回の調査により、複数の北西－南東方向のリ

ニアメントが見いだされた。特に野田浜付近から北西に

延びる崖は極めて連続性が良く、比高は約18m に達す

る。この崖は、さらに北西海底沖合に伸び、反射法地震

波探査断面に現れている断層崖に連続している可能性が

高い。一方側火口列の延長部には、スコリアコーンと思

われる火山体が認められる。注目すべき点はこの火山体

は上記の崖に切られてずれていることであり、この側火

口の活動より後の時期まで断層崖の活動が継続していた

ことを示す。構造探査断面から推定される北東－南西方

向の伸張場と側火口配列の密接な関係を示唆する。 

 伊豆大島をテストフィールドとして、地球物理学的観

測から地下構造、地下水系を把握し、噴火活動期のマグ

マ上昇、脱ガスに伴う熱水系変動についてモデリングを

行う。特に地下の熱水流動を反映する観測量である自然

電位（SP）に着目した研究を進めている。三原山火口

原に設置した自然電位の地表測線での連続観測を引き続

き実施した。観測データをインターネット経由でつくば

に転送し、web で公開するシステムを作成した。自然

電位の観測結果から熱水系変動を予測するために、3次

元数値シミュレーションを用いた解析を開始した。代表

的な条件下において、脱ガスの上昇に伴う自然電位の発

現様式を検討した。 

 三宅島火山において、歴史記録があるが、その記述の

乏しい9～17世紀の噴火について層序とリンクさせた

14C 年代測定を行い、2000年カルデラ形成期噴火までの

噴火史を、ほぼ明らかにした。その結果、従来12～14世

紀に噴火休止期を境に噴火様式が異なっていたとされて

いたが、そのような傾向は無かったことが明らかとなっ

た。そのため、三宅島は9世紀以降の約1000年間、ほぼ

同じ頻度かつ同じ様式の噴火を繰り返した後に、2000年

のカルデラ形成噴火に至ったことが明らかとなった。 

 阿蘇山では湖底で起きる小規模な噴火や湖底堆積物中

にも見かけ上新鮮なガラス質の火山灰が観察される事が

ある。この新鮮なガラス質火山灰の起源を明らかにする

ために、強酸性で60-80℃と高温である阿蘇中岳火口湯

だまりの湖水と火山灰ガラスの反応実験を実施した。実

験の結果、ガラスには1週間から1カ月程度で明瞭なエッ

チングピットが生じた。これにより、湖底堆積物中の新

鮮なガラスは過去の噴出物ではなく、新鮮な火山灰が定

常的に湖底で噴出している可能性が示された。 

 霧島山新燃岳火山に展開しているリアルタイム降灰観

測網を維持し、噴火監視を継続的に行った。また桜島火

山山麓でも観測を開始し、爆発的噴火による降灰をリア

ルタイム観測に成功した。 

 桜島昭和火口や霧島新燃岳の火山灰粒子構成物の解析

から、火道浅部における爆発的噴火駆動過程の解明を試

みた。桜島昭和火口における個々の爆発噴火に対応した

噴出物の採取を行い、個々の噴火における噴出物構成粒

子の構成比や構成粒子の岩石学的特徴の時間変化を明ら

かにし、それに基づく火道浅部におけるマグマの上昇プ

ロセスを明らかにした。霧島新燃岳2011年噴出物の解析

では、噴火様式の推移に伴う噴出物構成比の時間変化を

抽出し、準プリニー式噴火とブルカノ式噴火を駆動する

共通したメカニズムとそれらの違いをもたらす火道内プ

ロセスについてモデルを提唱した。 

 気象庁による火山噴火活動観測業務に対し、火山灰粒

子を用いた火山活動評価の技術協力を行った。鹿児島地

方気象台をはじめとする気象庁機関からの火山灰粒子の

顕微鏡画像を用いた火山灰粒子の迅速なモニタリングを

確立させ、実際の運用を開始した。また、気象庁により

採取された火山灰粒子試料の解析とそれに基づく噴火状

況の推測をあわせて行い、物質科学的手法による火山噴

火状況の迅速な把握に貢献した。 

 噴火シナリオ作成と高度化のために必要な、過去に起

きた噴火の推移をデータ集として整備するため、伊豆大

島、有珠山などいくつかの火山噴火について噴火推移デ

ータ集の試作、検討を行い、それに基づき、データ集の

方向性、仕様を決定し、国内 VEI3以上の最近400年間

のすべてのプリニー式、準プリニー式噴火について既存

データからデータ集の作成を開始した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目15］地球物理図（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、駒澤 正夫、大熊 茂雄、 

村田 泰章、名和 一成、中塚 正、 

長谷川 功（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 活動的島弧に位置する国土の地下地質構造を体系的に

解明するために重力図、空中磁気図、データベースなど



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(409) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

の作成を行う。20万分の1重力図については、姫路、徳

島地域について出版原稿の編集を完了した。京都・大阪、

和歌山、名古屋、金沢地域などの調査・編集を進めた。

日本重力 CD-ROM 改訂版として海陸合わせたブーゲー

異常とフリーエア異常のメッシュデータを作成し、日本

重力データベース DVD 版の出版原稿の編集を完了した。

重力データベース（RIO-DB）では、システムの移行に

伴う作業を進めた。日本列島基盤岩類物性データベース

（RIO-DB）の維持作業を行った。空中磁気異常の3次

元イメージング解析手法の開発を進め、手法の理論的検

討や火山地域での適用結果について国際誌に投稿した。

有珠火山での繰り返し空中磁気探査についてとりまとめ、

貫入マグマの位置推定結果について GSJ シンポジウム

で発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理図、重力図、空中磁気図、岩石

物性、データベース 

 

［テーマ題目16］火山地質図（運営費交付金） 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 吉浩、星住 英夫、川辺 禎久、

下司 信夫、石塚 治、山崎 誠子、 

及川 輝樹、伊藤 順一、山元 孝広、

伴 雅雄、嶋野 岳人、小林 哲夫 

（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 国の火山噴火予知研究を分担し、活動的火山の噴火履

歴を明らかにするとともに火山地質図を作成する。平成

24年度においては、火山噴火予知連絡会によって選定さ

れた「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要

な火山」である九重火山、蔵王火山及び八丈島火山の3

火山について火山地質図作成のための野外調査を実施し

た。また、諏訪之瀬島火山については昨年度原稿を完成

させた地質図の校正を行い出版した。噴火活動が活発な

桜島火山については、初版の出版から30年以上経過して

いることから全面的に改訂作業を進め、火山地質図の原

稿を完成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活火山、噴火履歴、火山地質図、火山防

災、噴火予知 

 

［テーマ題目17］地球化学図（運営費交付金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、金井 豊、 

御子柴 真澄、太田 充恒、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

都市市街地を含む関東地域における元素のバックグラ

ウンドを明らかにするために、従来の10倍の精度を持つ

精密地球化学図を作成する。また、日本全国のヒ素、水

銀、カドミウムなどの有害元素をはじめとする53元素の

濃度分布の全データをデータベース化し、地球化学図デ

ータベースとしてインターネットを通して活用できるよ

うにするとともに、日本における地球化学基盤情報を提

供する。 

精密地球化学図の作成では、本年度は、関東東部地域

の試料採取を行うとともに既存試料の分析を行った。試

料は関東東部地域（千葉県、茨城県、埼玉県、群馬県）

から河川堆積物試料304試料を採取した。試料は各河川

の指定された地点の周辺において、その河川の上流域か

ら供給された細粒の堆積物（最大粒径3mm 程度以下）

約1kg をスコップ等で採取した。採取した河川堆積物は

実験室で乾燥したのち80メッシュ以下の成分を篩分け、

自然乾燥した後粉砕し分析試料とした。試料の分解は硝

酸、過塩素酸、フッ化水素酸で行い、分析は ICP 発光

分析法で主成分元素を、微量成分元素は ICP質量分析法

で行った。これまでに収集・採取した試料総数は合計し

て関東地方から約1600個で、分析で得られた元素濃度を

元に地理情報シテムを用いて地球化学図を作成した。地

球化学図は53元素について作成することができ、図面操

作は地球化学図の作成、解析は距離計測、断面図作成等

を行うことができる。この他に3次元のメッシュマップ、

メッシュ補間マップ、コンターマップを作成することが

できる。 

地球化学図データベースでは、既に公開している日本

における大地からの自然放射線図について、Web 表示

に適した画像形式である ZOOMA 形式を用いた、拡大

縮小表示機能を追加し、任意の地点について、スムーズ

に拡大縮小して表示できるようにした。また、任意の地

名（住所の市町村の名前）を検索すると、データベース

から検索して自然放射線量を表示する機能及び、試料採

取地点を地図上でクリックすることにより自然放射線量

を表示する機能を追加し、自然放射線量表示の利便性を

向上させた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球化学図、データベース、有害元素、

バックグラウンド、環境汚染、元素分布 

 

［テーマ題目18］地質地盤図（運営費交付金） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、川畑 大作、野々垣 進、 
小松原 琢、納谷 友規、長 郁夫 
（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 茨城県つくば市西部において2011年東北地方太平洋沖

地震の民家の瓦屋根被害を統計的に処理し被害分布を定

量的に明らかにした。また被害が大きい地域について既

存ボーリングデータの解析を行うとともに、常時微動測

定を行い、H/V スペクトルをもとに地質と地盤振動特

性との関係を検討した。その結果、瓦屋根被害は必ずし
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も低周波の振動が卓越する軟弱地盤地域に多いわけでは

なく、むしろ、やや高周波が卓越する地域において被害

が多い傾向にあることを明らかにした。またアレイ観測

を実施し、つくば市西部の測線での地下浅部の S 波速

度構造を明らかにした。被害が大きい地域は地下浅部に

S 波速度が300m/s 程度の地層がやや厚く広範囲に分布

することが明らかになった。一方、地震被害と地下地質

構造を明らかにする目的で、筑波学園都市環境地質図作

成に使用したコア試料の再検討を行った。コアの堆積相

を記載するとともに、挟在するテフラの検討を行った。

これにより、つくば市中心地付近には台地の下に軟弱な

泥層を主体とする地層が局所的に分布することが確認さ

れた。今後、これらコア解析データを基準として既存ボ

ーリングデータの対比及び3次元地質モデルの構築に取

り組む予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震被害、ボーリングデータ、常時微動

観測、コア解析、つくば 
 

［テーマ題目19］平野地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］水野 清秀（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］水野 清秀、小松原 琢、宮地 良典、

田邉 晋、小松原 純子、納谷 友規、

石原 武志（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、平野・盆地内あるいはその周辺の丘陵地・

台地や低地地下を構成する主に第四紀堆積物の堆積プロ

セス、層序、地質構造、あるいは地形の形成プロセス、

環境変動などを明らかにすることを目的としている。平

成24年度は、以下のような研究を行った。 

関東平野中央部に位置する綾瀬川断層の断層崖とみな

されていた地形が、段丘面の形成年代の異なる段丘崖で

ある可能性が出てきた。そこで段丘の形成年代を明らか

にする目的で、5万分の1「鴻巣」図幅内の伊奈町（GS-
IN-1）及び蓮田市（GS-HD-1）でそれぞれ長さ10m の

ボーリング調査を行った。その結果、ローム層直下の堆

積物層相の違いから、GS-IN-1と GS-HD-1のサイトで

は、段丘形成年代が異なる可能性が高くなった。現在、

年代を決定するためのテフラ分析を進めている。 

中・後期更新世の地層の年代を決定するため、地層中

に挟まるテフラの分析値などのカタログ作りを進めた。

今年度は中部九州の九重火山及びその周辺の大規模火砕

流堆積物、北関東の浅間火山起源のテフラについて、試

料採取を行うとともに、火山ガラスの屈折率や化学組成

などを求めた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］平野地質、地下地質、テフラ、関東平野、

綾瀬川断層、中部九州 

 

［テーマ題目20］層序構造地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中江 訓（層序構造地質研究グループ） 

［研究担当者］中江 訓、植木 岳雪、中島 礼、 

原 英俊、辻野 匠、野田 篤、 

内野 隆之、秋山 良子、佐藤 瑞穂 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 日本列島を構成する活動的島弧と周辺の東・東南アジ

ア諸国を含む大陸縁辺域における様々な地質現象を解明

するための地質調査・研究を行った。その結果、本年度

は以下のような成果を得た。 

(1) 世界各地の横ずれ堆積盆の埋積様式を検討した結果、

特に土砂供給方向と堆積中心の移動が特徴的であるこ

とが明らかになった。 

(2) タイ国北部におけるペルム系～三畳系前弧海盆堆積

物について露頭記載及び試料採取を行い、その層序を

復元した。 
(3) 襟裳岬沖の地質構造を検討した結果、前縁褶曲帯は

襟裳堆まで延長し、東の衝突帯は乱雑な地層からなる

ことがわかった。 

(4) 愛知県の鮮新統東海層群ならびに香川県の下部更新

統三豊層群の古地磁気層序を確立した。また、神奈川

県の上部中新統愛川層群、茨城県の上部更新統の層序

の再検討を行った。 

(5) 愛知県豊田地域の新第三系において、中期中新世に

特有な植物化石を産出する地層と、中新世のフィッシ

ョントラック年代を示す地層が存在することを明らか

にした。 

(6) 紀伊半島四万十帯白亜系砂岩のジルコン U-Pb 年代

を測定し約82Ma の年代値を得た。これは上下層準の

泥岩から得られた微化石年代（Campanian）より若

干古い値を示すが調和的である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］層序、構造地質、活動的島弧 

 

［テーマ題目21］地殻岩石の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］宮崎 一博（地殻岩石研究グループ） 

［研究担当者］宮崎 一博、松浦 浩久、竹内 圭史、

高橋 浩、二宮 芳樹、青矢 睦月、 

山崎 徹、佐藤 大介、遠藤 俊祐、 

鈴木 文枝（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

島弧地殻形成において重要な変形作用・変成作用・火

成作用の進行過程を明らかにするため、日本列島の主要

な変成帯・火成岩体の野外調査、岩石試料の分析・解

析、地質体及び岩石の形成モデリングを行い、以下のよ

うな成果を得た。1)沈み込み帯深部で形成された白亜紀

高圧型三波川変成帯の超苦鉄質岩の分布を詳細に調べ、

マントルウェッジ起源の超苦鉄質岩の出現は、深さ30-

35km 以深で形成された同変成帯の高温高圧部に限られ

ることを見いだした。これにより白亜紀の沈み込み帯上
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盤側の地殻の厚さが約30-35km であることが推定でき

た。2)白亜紀高圧型三波川変成帯の西方延長である長崎

変成岩中に火山弧下部地殻約35km で形成された薄いマ

イロナイト岩体が産することを見いだした。さらに、同

岩体はマントルウェッジコーナー流に起因する下部地殻

の流動によってコーナー流のコーナー付近に移動したと

推定した。3)高温型変成帯である領家変成帯作手地域に

おいて、白亜紀の地殻約10km 深度に貫入した花崗岩類

マグマの接触変成作用により形成された変成岩類が分布

することを明らかにした。また、同地域において黒雲母

と石英に富む苦鉄資質岩貫入岩体を新たに識別した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地殻、岩石、島弧、沈み込み帯、変成作

用、火成作用 

 

［テーマ題目22］シームレス地質情報の研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］斎藤 眞 

（シームレス地質情報研究グループ） 

［研究担当者］斎藤 眞、巖谷 敏光、森尻 理恵、 

西岡 芳晴、宝田 晋治、内藤 一樹、

吉川 敏之、中川 充、坂寄 裕代、 

酒井 キミ子、野々垣 淑恵 

（常勤職員8名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 20万分の1のシームレス地質図の改訂に必要な基礎的

な野外調査を行う。20万分の1日本シームレス地質図の

システム開発を主導すると共に、次世代型20万分の1日

本シームレス地質図の編集作業を主導する。地質調査の

際にデータをデジタルデータとして直接収集するシステ

ムの開発を行う。標準化の国際動向を把握して、シーム

レス地質図や地質情報のアジア地域での共通化に関する

研究を行う。アジア太平洋地域大規模地震・火山噴火リ

スクマネジメント（G-EVER）プロジェクト活動を推進

する。 

 本年度は、20万分の1日本シームレス地質図について

は、用語解説をリンク、タブレット PC 版の充実、3D
版の公開と使いやすいシステムを開発するとともに、20

万分の1日本シームレス地質図を基本コンテンツにした

地質図 Navi の試験公開も行った。地層名データベース

は対象データを着実に増やした。また凡例数1200の次世

代型20万分の1日本シームレス地質図の西日本の編集を

主導した。 地質図に関する JIS については修正点を公

表した。G-EVER では、G-EVER コンソーシアムの設

立、Global Earthquake Model、Global Volcano Model
等の国際標準プロジェクトとの連携、第1回 G-EVER 国

際シンポジウムの開催を実施し、地震・火山噴火リスク

に関する研究を推進した。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］シームレス地質図、統合、数値地質図、

標準化、データベース、JIS、G-EVER、

日本工業標準調査会 

 

［テーマ題目23］情報地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］中澤 努（情報地質研究グループ） 

［研究担当者］中澤 努、尾崎 正紀、中野 司、 

川畑 大作、野々垣 進、浦井 稔 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

火山衛星画像データベースについて、新規観測データ

を追加登録し、これを外部に公開した。また、福徳岡ノ

場海底火山において、火山活動に伴う変色海水を衛星リ

モートセンシングで観測した結果を解析した。3次元地

質モデルの構築手法に関する研究として、スレッド並列

技術を用いて、従来よりも高速計算可能な地質境界面推

定システムを開発した。開発したシステムをWeb-GIS
を用いた3次元地質モデリングシステムに組み込み、大

阪平野西部における3次元表層地質モデルを構築した。

また、地質境界面の形状推定の基礎データとして、ボー

リングデータの分布密度を利用する方法を検討した。地

すべりポテンシャルに関する研究として、地質図と地形

のデータ精度の違いによる地すべりポテンシャル解析へ

の影響を調査した。X線CT岩石学研究として、大型放射

光利用施設SPring-8においてX線CT装置の改良を行い、

それを用いて小惑星探査船「はやぶさ」の回収試料の初

期および公募分析や変形を加えたマグマのX線CT画像の

解析を実施した。標準層序・地質情報の高度化研究とし

て、関東平野の層序の鍵となりうる埼玉県秩父市尾田蒔

丘陵上のテフラの記載を系統的に実施し、データを公表

した。また、化学工業向け石灰石資源において問題とな

るリンの含有量に着目し、石灰石鉱床中で堆積環境、堆

積年代によってリン含有量がどのように変化するかを多

数の試料のICP-AES分析により検討した。その結果、

後期石炭紀バシキリアンからモスコビアンの礁中核部の

石灰岩でリンの含有量が高いことが明らかとなり、堆積

環境や堆積年代を把握することで鉱山開発のリスクを低

減できる可能性を示した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質情報と衛星情報の統合、リモートセ

ンシング、画像データベース、画像解析、

X 線 CT 岩石学、小惑星イトカワ、3次

元地質モデル、地すべりポテンシャル、

石灰石鉱床品位 

 

［テーマ題目24］海洋地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］荒井 晃作（海洋地質研究グループ） 

［研究担当者］荒井 晃作、中村 光一、片山 肇、 

板木 拓也、佐藤 智之、天野 敦子、

松本 弾、西田 尚央、多惠 朝子、 

井上 卓彦（常勤職員7名、他3名） 
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［研 究 内 容］ 

 日本周辺海域の海洋地質情報を整備公開するとともに、

それらデータ及び海洋地質調査を実施して日本周辺海域

の活断層評価、古環境変動の解明、地質構造発達史、及

び海底火山や熱水活動等に伴う地質現象の解明を目指し

ている。今年度は以下のような成果を得た。 

 日本周辺海域の地質構造発達史に関する研究では、沖

永良部島周辺海域において調査を行い、琉球弧前弧斜面

における活動的な断層運動に関して資料を得た。沖縄島

南方沖に発達するマウンド状の地形の反射断面から氷期

のサンゴ礁が発達していた可能性を示した。苫小牧沖沿

岸海域調査では、これまで知られていた海底の高まりの

内部構造を調査し、活断層や背斜軸では無いことを明ら

かにした。古環境変動の解明では、コア試料、ボーリン

グ試料及び表層堆積物試料の岩相、化石、放射性炭素年

代の結果などを基に海洋環境の変化の詳細と、その環境

変化の原因並びに相互関係を検討した。海底火山や熱水

活動に伴う地質現象の解明では、久米島西方の調査に参

加し、海底カルデラの火山活動に関する研究に貢献した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋地質、日本周辺海域、海底地質構造、 

海域活断層、海域古環境、テクトニクス 

 

［テーマ題目25］地球変動史の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］田中 裕一郎 

（地球変動史研究グループ） 

［研究担当者］田中 裕一郎、柳沢 幸夫、高橋 雅紀、

七山 太、小田 啓邦、佐藤 太一、 

山崎 俊嗣、下野 貴也、佐々木 智弘

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

(1) 新生代統合高分解能タイムスケールの研究 

 微化石層序、古地磁気層序、火山灰層序および放射

年代など、個々の年代層序の精度と確度を向上させる

とともに、複数の年代層序を複合して年代層序の高度

化をはかり、それを基に複合年代尺度の標準化を行う

ことを目的とする。今年度は、高分解能日本海側新第

三紀～第四紀タイムスケールを作成し、珪藻化石層序

の論文や資料として公表した。この成果は、5万分の1

地質図幅「中条」の高精度化に寄与した。 

(2) フィリピン海プレートに関わるテクトニクス研究 

 過去から現在までのフィリピン海プレートの運動を、

高分解能タイムスケールに基づく陸域の地質学的情報

と海域の地球物理学的情報を総合して復元する。そし

て、プレート運動が日本列島のテクトニクスを支配し

てきたことを明確にすることを目的とする。今年度は、

過去140Ma の世界中のプレート運動を再現しつつ、

これまで未解明であったフィリピン海プレートの過去

1500万年間の運動を組み入れることができた。 

(3) 物理探査の研究 

 海底地球物理マッピング技術の研究及び有人・無人

潜水艇を用いた海底近傍物理探査の研究を行い、海底

構造探査の高分解能化をはかる。また、地中レーダー

を用いた沿岸域堆積物のイメージングに関する研究及

び、その基礎となる堆積学研究を行う。中央海嶺の岩

石磁気測定の結果、AUV 地磁気観測で得たデッドチ

ムニー周辺の正の磁化は玄武岩によるものであること

が示唆された。 

(4) 古地磁気・岩石磁気研究 

 過去の地磁気変動の解明、特に、数千年～数十万年

の時間スケールを持つ古地磁気強度・方位の永年変動

及び地磁気エクスカーションの実態解明を進めるとと

もに、これらの基礎となる磁気顕微鏡に関する基礎技

術開発、岩石磁気学研究及び、岩石磁気手法の古環境

研究への応用も行う。今年度は、SQUID 顕微鏡によ

る測定で、マンガンクラストの縞々パターンとして見

えるものがミランコビッチサイクル（地球軌道要素に

よる気候変動）と対応づけられることが明らかとなっ

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］複合年代層序、タイムスケール、フィリ

ピン海プレート、テクトニクス、物理探

査、地球物理マッピング、古地磁気、岩

石磁気 

 

［テーマ題目26］資源テクトニクスの研究（運営費交付

金） 

［研究代表者］下田 玄 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］下田 玄、針金 由美子、山岡 香子、

岸本 清行、西村 昭、石原 丈実、 

田中 弓、李 相均 
（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 久米島西方の火山カルデラ群および久米島北方の海域

において、火山カルデラを構成する岩石とその形成時期

および熱水活動の状況を明らかにする目的で、ドレッジ

を用いた岩石採取を行った。久米島火山カルデラ群は、

大小さまざまな大きさの火山カルデラと窪地が環状に連

なっている。久米島火山カルデラ群では軽石が大量に採

取されたが、一部の試料採取地点から、基盤を構成する

と思われる火山岩が採取されたほかに、海底熱水活動を

強く示唆する熱水変質岩を採取することができた。また

久米島北方海域では、東西に亀裂の入った地形が認めら

れており、ここでは基盤を構成すると思われる火山岩お

よび生物片が含まれる石灰岩が Mn 酸化物に覆われた

状態で採取された。 

海底鉱物資源探査指標の確立のため、高精度化学分析

に適した実験室環境の構築・整備を行った。これを、

GK12航海で得られた堆積物試料に適用し、化学分析を
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行い、熱水活動に由来すると考えられる元素異常を検出

した。また、探査手法開発に関連して、土壌の鉛同位体

分析法を確立した。 

 GH12航海では沖永良部周辺海域を調査した。この沖

永良部周辺海域において海底地形および地震波探査の結

果から見いだされた堆積層やその基盤を構成する岩石と

それらの形成時期を明らかにする目的で、岩石・堆積物

試料採取および海底の観察を行った。調査海域を沖永良

部島東方沖、与論海盆周辺と伊平屋島西方沖の3カ所に

おおまかに分けて、大口径コアラー、ドレッジ、ROV
を用いた岩石と堆積物を採取した。沖永良部島東方沖で

は礫が多数散在する露頭が観察され、そこから石灰質堆

積物が採取された。与論海盆周辺では緑色片岩および黒

色片岩などを採取した。伊平屋島西方沖では ROV を用

いて火山カルデラの内部を観察し、軽石を採取した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底鉱物資源、テクトニクス、沖縄トラ

フ、フィリピン海プレート、地球化学、

岩石学 

 

［テーマ題目27］海洋環境地質の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］鈴木 淳（海洋資源環境研究グループ） 

［研究担当者］鈴木 淳、長尾 正之、田村 亨、 

丸茂 克美（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、海洋環境地質研究に関して、実験室と

分析装置の整備を進めた。気候変遷の復元解析のための、

酸素炭素安定同位体分析手法の高度化と標準化の検討を

進めた。後期更新世から現世までの海岸砂質堆積物の堆

積年代推定に有用な光ルミネッセンス年代測定法につい

て検討した。 
 海洋酸性化が炭酸塩殻生物、特にサンゴ礁棲の石灰藻

類に与える影響について飼育実験手法により検討した。

また、サンゴ骨格の酸素炭素安定同位体比やストロンチ

ウム／カルシウム比など、水温等の代替指標の高度化の

ために、サンゴ飼育実験による影響要因の評価に関する

研究を行った。 
 沿岸域等における物質循環と環境修復に関する研究の

一環として、音響を利用した海底探査装置に基づくアマ

モ場計測を実施し、分布の特徴を明らかにした。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］地球温暖化、海洋酸性化、海面上昇、沿

岸、炭素循環、気候変動、古海洋学、サ

ンゴ礁、デルタ、有害重金属、土壌 

 

［テーマ題目28］沿岸生物と物理環境のモニタリングと

数値モデルの構築（運営費交付金） 

［研究代表者］谷本 照己（沿岸海洋研究グル－プ） 

［研究担当者］谷本 照己、橋本 英資、山崎 宗広、

高橋 暁、村尾 厚子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 風の影響を考慮した海面浮遊物の挙動を数値モデルに

より解析した。播磨灘を対象に海面浮遊物の海岸漂着

量に及ぼす風向と風速の影響および風向に対する海岸

の向きによる漂着量の違いを検討した結果、風速の増

加に伴い海岸漂着量は増加するが、西に開いた海岸では

北風時には地球自転の効果により海岸漂着量が減少する

ことを明らかにした。衛星画像解析では、現地藻場分

布と対比させる解析法により、三津口湾において高密

度で繁茂するアマモ分布域を判定することができた。 

仙台湾津波リスク評価のため、仙台湾鉛直多層流況

モデルを構築し、津波堆積物の再輸送と関連する底層

流のパターンを明らかにした。また、海域と陸域地形

を連続して再現した松島湾水理模型による津波実験を

行って、湾内の津波高さの分布や浸水域などの津波特

性を明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］物理環境、海洋ゴミ、藻場分布、衛星情

報、生態系モデル、仙台湾数値モデル 

 

［テーマ題目29］地球化学の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、金井 豊、御子柴 真澄、

太田 充恒、久保田 蘭 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

地殻における元素の地球化学的挙動解明の研究として、

炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究、放射性核種の地

球科学的挙動の研究、火成岩の地球化学的研究、鉱物・

土壌・堆積物等における微量元素の挙動及び存在形態解

析の研究を行った。 

 炭酸塩中の元素の挙動と分析法の研究では、サンゴ中

の Sr/Ca 比及び Mg/Ca 比について、国内外の現世・化

石サンゴ及び飼育サンゴを分析し、海水温の復元及び環

境因子が元素移動に与える影響について検討を行った。

放射性核種の地球科学的挙動の研究では、昨年度に引き

続き産総研敷地内において、エアロゾル試料の採取を行

い、人工放射性核種の観測を継続するとともに、天然放

射性核種に関しても検討を行った。火成岩の地球化学的

研究では、東日本地域における深成岩の調査と主・微量

成分分析を行い、北上山地の深成岩や苦鉄質岩体の地球

化学データ・岩石学的データをとりまとめるとともに、

同位体分析法について、検討を行った。鉱物・土壌・堆

積物等における微量元素の挙動及び存在形態解析の研究

では、国際的に規定された逐次溶解法である BCR 法を

用いて、地球化学標準試料（土壌および河川－海洋堆積

物）および BCR 認証標準物質（湖底堆積物）中の主・

微量38元素の存在形態を解析し、それらの濃度分布につ

いて基準となる値を得た。また、地球化学標準物質中の



研 究 

(414) 

クロム存在形態及び八丈島土壌試料中の主成分及び微量

重金属元素の組成及び挙動について検討を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球化学、土壌、炭酸塩、放射性核種、

火成岩、存在形態 

 

［テーマ題目30］地球物理の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 忍（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 忍、駒澤 正夫、加野 直巳、 

大熊 茂雄、山口 和雄、村田 泰章、

中塚 正、横倉 隆伸、稲崎 富士、 

長谷川 功、山谷 祐介 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

地震波を用いた地下構造調査や、重力・磁力など様々

な物理探査手法で取得した地球物理学的データを活用し、

地球内部の構造・現象を解明する研究を進めている。従

来から実施している手法を駆使する他、地震波干渉法や

海底重力観測、各種物理探査手法の融合等に新たに取り

組んでいる。平成24年度は、地震波干渉法の実用化を目

指し、つくば市内と沖縄県石垣市で実験を行った。その

結果、VLBI アンテナが発する振動の特徴を把握した。

東北地方太平洋沿岸地域の2011年津波被災地で空中電磁

探査を実施し、津波による海水の浸水域を明らかにする

とともに、新たな淡水資源の賦存可能地域を推定した。

これらの結果を2012年 AGU 秋季大会などで学会発表す

るとともに、プレス発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理、地殻構造、重力、地震探査、

地震波干渉法 

 

［テーマ題目31］地質地殻活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］名和 一成 

（地質地殻活動研究グループ） 

［研究担当者］名和 一成、高橋 学、大滝 壽樹、 

大谷 竜、住田 達哉（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

重力、地震波、変位、歪、物性など様々な地球物理学

的データおよびその他の地質情報を総合し、地震学・測

地学・地盤工学等を駆使して、地球の内部構造とそこで

起きる様々な現象を解明する研究を進めている。現在の

地球の姿の解明に留まらず、過去から未来への変動予測

に関わる研究にも取り組んでいる。24年度は、物性研究

において、poroelastic theory に基づく新しい透水試験

手法の提案や、CT を用いた空隙構造の定量化・可視化、

そして実際の空隙構造を基にした流体力学に基づく数値

シミュレーションとして格子ボルツマン手法を導入した。

地殻変動研究において、高速化のための数値計算パッケ

ージを導入するなど、大量のデータ解析を行うための計

算機環境を整備した。そして、地殻変動に伴う重力変化

と変位、歪、応力を同時に計算し表示するツールを作成

し、実際の観測データと比較した。地震学的研究におい

て、広帯域地震計の簡易設置法および重力計設置点の浅

部地下構造の研究を実施し、論文を投稿した。重力連続

観測に関する研究において、長野県松代における超伝導

重力計観測に関する成果を国際誌上で発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球物理、地下構造、地殻変動、重力、

地震波、GNSS、歪、物性 

 

［テーマ題目32］火山活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］石塚 吉浩（火山活動研究グループ） 

［研究担当者］石塚 吉浩、星住 英夫、松本 哲一、

川辺 禎久、石塚 治、下司 信夫、 

古川 竜太、山崎 誠子、及川 輝樹、

中野 俊（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

 国の火山噴火予知研究を分担し、活動的火山の噴火履

歴を明らかにするとともに、日本の第四紀火山活動の時

間空間分布を明らかにし、火山の総合理解を深める研究

の実施を目的としている。平成24年度は、活火山の活動

史や第四紀火山の時間空間分布を明らかにするために、

九州中部や北海道地域の新第三紀～第四紀火山岩類のK-
Ar年代測定を同位体希釈法により実施し、あわせて感度

法による若い火山岩の年代測定を開始した。火山データ

ベースについてはデータ追加作業と統合作業を進めた。

日本列島の第四紀火山の分布、年代、岩質が一覧できる

「日本の火山（第3版）」を完成させた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活火山、噴火履歴、第四紀火山活動、年

代測定、火山データベース 

 

［テーマ題目33］マグマ活動の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］篠原 宏志（マグマ活動研究グループ） 

［研究担当者］篠原 宏志、高田 亮、田中 明子、 

斎藤 元治、松島 喜雄、東宮 昭彦、

斎藤 英二、大石 雅之、 

 Nicolas VINET（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

活動的な火山において放熱量等の熱的観測や電磁気的

観測を行い、地質構造や、他の地球科学的観測量を参照

しつつマグマ放熱過程のモデル化を行うことを目的にし

ている。特に伊豆大島を対象にして、マグマからの脱ガ

スによる熱水系変動のモデル化を進めている。USGSと
の共同研究により、伊豆大島の山頂カルデラ内にある噴

気地帯の3ケ所にて、特殊な細工を施した希ガスのサン

プルホルダーを設置し、火山活動に伴う希ガス上昇量お

よび成分の変化を検出する試みを開始した。 

 霧島火山、吾妻山、阿蘇火山の最近の噴火のメルト包

有物の試料調整を実施し、EPMA 分析を実施した。霧



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(415) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

島火山新燃岳の2011年8月の小規模噴火噴出物について

EPMA を用いた岩石学的解析を行い、同噴火のマグマ

が1月の準プリニー式噴火マグマと同様な化学的特徴を

持つこと、1月と同様に未分化マグマが噴火直前にマグ

マ溜まりに注入された可能性があることを明らかにした。

霧島山新燃岳2011年噴火噴出物の斑晶分析結果等に基づ

き、噴火直前のマグマ溜まりに存在したマグマとして、

混合の端成分2つ（デイサイト、玄武岩～玄武岩質安山

岩）と混合マグマ2つ（いずれも安山岩）の計4つを識別

した。 

 富士山山頂付近に露出する岩脈の内部構造と噴出物と

の対比を行った。将来カルデラ噴火をおこす可能性があ

る火山の評価法を開発した。静穏期に入っている中部ジ

ャワの2火山を、上記の手法を使って定量的に評価する

モデルフィールドとして選択した。  

箱根、薩摩硫黄島、口永良部島において連続地殻変動

観測を実施し、口永良部島では山頂部の地殻変動の継続

を把握した。2011年3月 Kamoamoa 噴火や口永良部島

火山において、衛星干渉 SAR 法や PSInSAR 法より得

られた地殻変動の時空間分布より推定される変動源を明

らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、マグマ、噴火予知 

 

［テーマ題目34］マグマ熱水鉱床に関する研究（運営費

交付金） 

［研究代表者］森下 祐一 

（マグマ熱水鉱床研究グループ） 

［研究担当者］森下 祐一、濱崎 聡志、清水 徹、 

後藤 孝介、斎藤 元治、宮城 磯治、 

清水 日奈子（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地球科学では鉱物内に複雑な構造を持つ試料を扱う必

要がある。このような地質試料を簡単な系で代表させる

ことは困難であり、微小領域において現象の本質を研究

する必要がある。このため、高感度・高質量分解能の大

型二次イオン質量分析装置（SIMS）を研究手法とし、

鉱物資源探査や火山の噴火メカニズム研究等の社会的に

重要な課題に適用した。 

 金鉱床地域では鉱床生成に関連して炭酸塩鉱物が晶出

することが多い。この炭酸塩鉱物の炭素・酸素同位体比

を測定すると、鉱床生成時の熱水の性質を推定すること

が出来る。炭酸塩鉱物ごとに同位体比測定のための前処

理温度が異なるが、本年は炭酸ガス・炭酸塩間の酸素同

位体分別の温度依存性を確認するなど、同位体データの

整合性を高めるための実験を行った。 

 浅熱水性鉱床の成因と火山活動との相互関係を明らか

にすることを目的に、伊豆半島の更新世火山地域におい

て、マグマ近傍の熱水活動で形成された酸性変質帯の同

位体組成に関するとりまとめを行い、周辺鉱脈鉱床との

関係を考察した。 

 北海道光竜金銀鉱床の鉱脈石英の成長組織及び流体包

有物研究結果をレビューするとともに、その時間的かつ

空間的変遷情報を整理して新たな成因的考察を行った。

その結果、石英組織は熱水沸騰条件及び金銀濃集の度合

いや生成深度を明瞭に反映していることが明らかになっ

た。本成果は論文投稿した。 

 鉱物資源のポテンシャル評価を念頭に、誘導結合プラ

ズマ質量分析装置を用いた白金族元素の全岩定量分析を

確立し、ルーティン化させた。予察的に、シャツキー海

台より採取された鉄マンガンクラスト試料の成長方向3 

mm 間隔での白金族元素分析を行った。シャツキー海

台の鉄マンガンクラストにおける白金濃度は、0.05－

0.13 ppm であり、これまでに報告されている鉄マンガ

ンクラスト中の白金濃度の最大値（2ppm）よりも1桁

以上小さいことが確認された。 

 SIMS でメルト包有物の H2O および CO2濃度を正確

に測定するには、対象とするメルト包有物と同様な主成

分元素組成を持つガラス試料を用いて検量線を作成する

必要がある。本年度は、これまで作成した玄武岩から流

紋岩までの様々なガラス試料を1つのマウントにまとめ

た SIMS 検量線用標準ガラス試料マウントを16個作成

し、多くのメルト包有物の H2O および CO2濃度測定を

効率的に実施できる体制を整えた。また、SIMS および

EPMA による斑晶ガラス包有物の揮発性成分測定に基

づく屈斜路・摩周火山のマグマ供給系に関する論文を公

表した。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］熱水性鉱床、二次イオン質量分析装置、

SIMS、炭素・酸素同位体比、金、白金

族、メルト包有物 

 

［テーマ題目35］長期的な地質変動に関する基礎研究 

（運営費交付金） 

［研究代表者］宮城 磯治（長期変動研究グループ） 

［研究担当者］宮城 磯治、大坪 誠、城谷 和代、 

西来 邦章、宮川 歩夢、上澤 真平 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 島弧屈曲部の長期的火山活動・構造発達史に関する基

礎研究として、八ヶ岳－諏訪地域の火成活動に必要な年

代測定資料の採取と測定を行い、応力状態の時間変遷を

明らかにした。長期的な侵食速度定量手法の開発のため、

東北地方（千厩地域の花崗岩）と中国山地（岩国地域の

花崗岩）を採取し、宇宙線照射生成核種を用いた侵食速

度の比較を行い、侵食速度に時空変化があることが把握

できた。2011年4月11日に福島県南部で発生した前弧域

の正断層型地震の範囲およびその履歴を明らかにするた

めに変動地形学調査を行い、2011年4月11日の地震の断

層運動を微小な応力変化によって引き起こすための別の
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要因が必要であることを明らかにした。地殻の活動性

（特に隆起性）を評価するために房総半島中部の調査を

行い、河川の下刻地形と地質と隆起量に関するモデルを

作成した。島弧スケールでの火山活動と地殻変動に関す

る総合的な理解を進めるため、甲信越～東北地方日本海

側を対象として調査を行い、地殻変動と連関した火成活

動のモデルを検討した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］長期変動、八ヶ岳、侵食速度、宇宙線生

成核種、島弧、地震断層、下刻速度、房

総半島 

 

［テーマ題目36］深部流体の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］風早 康平（深部流体研究グループ） 

［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、

佐藤 努、森川 徳敏、高橋 浩、 

戸崎 裕貴、堀口 桂香 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 福島県いわき市で生じた M7.0の2011年4月11日の内

陸地震により、噴出した温泉水の定期採取（毎月）、分

析および流量の繰り返し観測を行った。その結果、自噴

した2カ所については、約2年後においても噴出する湯量

は減少していない。温泉水の組成の微小変化から、降水

起源の淡水と深部にある高温成分の NaCl 型熱水の混合

により温泉水が形成されていることがわかっているが大

きな組成変動はみられていない。この塩水は、各種同位

体分析の解析結果から、地下深部における続成作用に関

連して放出された熱水を起源端成分とする可能性を指摘

した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］内陸地震、地下水、湧出量、ヘリウム同

位体比 

 

［テーマ題目37］地下環境機能の研究（運営費交付金） 

［研究代表者］伊藤 一誠 

（地下環境機能研究グループ） 

［研究担当者］伊藤 一誠、関 陽児、冨島 康夫、 

間中 光雄、竹田 幹郎、東郷 洋子 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

放射性廃棄物処分安全技術調査等のうち地層処分に係

る地質評価手法等の整備として以下の研究を実施した。

堆積岩地域における間隙水圧分布形成と地下水流動駆動

力に関する検討として、岩石試料の反射係数を厳密な温

度制御環境下で測定する手法を構築した。その結果、岩

石試料の反射係数を適切に評価し、岩石の空隙構造との

関係を明確にすることが可能となった。また、このモデ

ルを3次元地下流体移動解析コード TOUGH2に実装す

る上で、未知数である圧力と塩分濃度の関係に起因する

強い非線形性を緩和するために、浸透圧現象を水分子と

塩分の相互拡散現象として評価する手法を適用し、比較

的安定した解析が可能となった。微生物の影響評価及び

微生物と有機物との相互作用の検討として、地下実験施

設において採取された微量有機物を溶存している地下水

試料を濃縮し、有機物に吸着している核種アナログ物質

である微量元素の存在形態を分析する手法を構築した。

地下の水理環境及び地下水水質の変動要因と将来予測技

術では、既存地下研究施設データに基づく検討および事

象・要因の将来予測手法の検討を行った。地下深部にお

いて水素資化炭酸還元が起こっている可能性を DNA 解

析から推定するとともに代謝機能の有無を培養と Nano 
SIMS を用いた実験により確認することができた。地理

的に異なる花崗岩岩体深部の地下水に分布する微生物に

共通する DNA の特徴を確認するとともに新規の微生物

種である可能性を認めた。これらは、これまで知られた

近縁の環境クローンとの比較から深部の地下水に固有の

種である可能性が高いものと判断された。また、微生物

の代謝活動を取り込んだ反応－流動シミュレーションを

一次元モデルで実施し、そのフィージビリティを確認し

た。自然事象等の外的因子を考慮した地質環境条件評価

モデルの作成と不確かさの把握では、水理・熱・力学・

化学に関する場の把握モデルの作成および場の評価の不

確実性検討・モデルの検証手法の検討として、水・岩石

反応試験を加熱あるいは封圧下で実施し、改良した連成

モデルと比較して一定の再現性を得た。個別要素法を用

いた数値シミュレーションによって、堆積岩における断

層活動時の破断面周辺における物性変化を定量的に評価

することが可能となった。安全評価における各種要因の

影響評価では、微生物が核種移行に及ぼす影響をプロセ

スごとにあげ、移行経路終端での核種移行量に対する分

配係数の感度解析によって微生物が有意な影響を及ぼす

場合がありうることを示した。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］地層処分、天然バリア、安全評価 

 

［テーマ題目38］深層地下水の研究：深部地質環境研究

コア（運営費交付金） 

［研究代表者］風早 康平（深部流体研究グループ） 

［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、 

佐藤 努、森川 徳敏、高橋 浩、 

戸崎 裕貴、堀口 桂香 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

北海道の南部および東北地方の東部沿岸部において、

深部流体調査を行った。特に、孤立型深部低周波地震あ

るいは、地下において地震波の低速度域が存在する地域

を中心に調査し、深部起源の塩水およびマントル起源ヘ

リウムの分布を調べた。その結果、多くの深部低周波地

震分布域において、新たに Li/Cl 比の高い深部起源の熱
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水成分を含む地下水が分布し、Li の異常が見られない

地点においても、微小なヘリウム同位体比異常が存在す

ることがわかった。また、東北地方太平洋側沿岸部にお

いては、ヘリウム同位体比、塩水年代の分布を詳細に再

解析し、地下の地震波速度構造との関連性について検討

を行った。深層に存在する塩水年代が非常に古い（数十

万年～百万年）水が広く沿岸部に分布することがわかっ

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］深部流体、ヘリウム、年代測定、海水、

地下水起源 

 

［テーマ題目39］日本列島スケールの長期的構造発達史

の研究：深部地質環境研究コア（運営費

交付金） 

［研究代表者］宮城 磯治（長期変動研究グループ） 

［研究担当者］宮城 磯治、大坪 誠、城谷 和代、 

西来 邦章、宮川 歩夢、上澤 真平 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 岐阜県の跡津川断層系周辺で、地表で観察される擦痕

の調査を行い解析した結果、地表の主断層面直近では地

下応力で出来たと考えられる変形構造が卓越するのに対

して、主断層面から数10cm～2.5m 離れた場所では地下

応力とは異なる応力で出来た変形構造が発達することが

明らかになった。また、周辺の微小地震データを使って

地下応力を求め、基準応力との類似度の空間分布を調べ

た結果、跡津川断層の中央部を境に東西で応力状態が異

なることが判明した。マグマに含まれる水の量の空間分

布を把握するため、東北日本の火山を対象に噴出物の採

取と現地調査を行い、含水鉱物（角閃石）の水素同位体

比を測定した結果、マグマ水は背弧側から脊梁にかけて

増加するが、脊梁から火山フロントにかけて減少してい

る可能性が明らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］堆積環境、海溝型超巨大地震、断層の再

活動、井戸沢断層、応力テンソルインバ

ージョン、東北地方太平洋沖地震、跡津

川断層、微小地震、水素同位体比、マグ

マ 

 

［テーマ題目40］流況制御と鉄鋼スラグを利用した沿岸

環境保全と再生に関する研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］谷本 照己（沿岸海洋研究グル－プ） 

［研究担当者］谷本 照己、橋本 英資、山崎 宗広、

高橋 暁、長尾 正之（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 藻類の生育に必要な鉄分を多く含む製鋼スラグ（脱炭

スラグと脱リンスラグ）を用いたアマモ水槽実験により、

鉄鋼スラグの一種である脱リンスラグが海砂に替わる人

工アマモ場土壌として利用できる可能性が高いことを明

らかにした。脱リンスラグの人工アマモ場土壌としての

適応性、優位性を評価するため、脱リンスラグと浚渫土

の各種混合比から成る土壌をこれまでと比較して10倍程

度大きい水槽を用いてアマモ水槽実験を行った。なお、

脱リンスラグとの比較対照土壌として天然砂（ケイ砂）

を用いた水槽実験を並行して行った。その結果、実験初

期では、脱リンスラグ土壌とケイ砂土壌におけるアマモ

の成長はほぼ同じであり、また浚渫土の混合比が高いほ

どアマモの成長が良好であることを明らかにした。 

 停滞性の強い大阪湾奥部を対象に各種工法を適用し

た水理実験結果を整理し、環境再生手法としての流況

制御技術の効果を評価した。また、昨年に引き続き、

瀬戸内海大型水理模型実験で得られた潮流データの解析

結果を瀬戸内海全域の潮流分布図や最大潮流図、成層強

度図として整理し、インターネットによる情報公開を行

った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉄鋼スラグ、アマモ場造成、アマモ水槽

実験、停滞水域、流況制御技術 

 

［テーマ題目41］アジアの海岸沿岸域における基礎地質

情報と環境保全に関する研究（運営費交

付金） 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、西村 清和 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アジアの海岸沿岸域における基礎地質情報と環境保全

に資するため、中国地質調査局青島海洋研究所、華東師

範大学と共同で、特に中国沿岸域の研究を行った。青島

海洋研究所との共同研究では、黄海の旧黄河沖から採取

したボーリングコアや音波探査記録の解析を共同で行い、

同海域における音波探査層序、海岸・海底地形変化と黄

河の河道変化に伴う環境変化についてとりまとめた。こ

れらの結果、旧黄河沿岸域では水深約20m まで広域で

沿岸侵食が起こっており、侵食によって生成された土砂

量は過去100年間の平均で約７億トンにも及ぶことが明

らかになった。この量は、黄河や長江が東シナ海や黄海

に供給する土砂量よりも大きく、旧黄河デルタの沿岸侵

食が同海域における最も土砂を供給していることが明ら

かになった。 

 華東師範大学との共同研究では、長江デルタを対象に

研究を行った。デルタ南部から採取したボーリングコア

を解析した結果、8.5ka から8.0ka にかけて急激な海水

面の上昇があったことが明らかになり、特に8.5-8.3ka
においては、3cm/y の上昇が確認された。また長江デル

タの最も内陸部の揚州から南京で採取したボーリングの

解析の結果、長江デルタの発達史で最初のステージとさ
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れた河口州は従来の年代よりも約1− 2千年新しくなるこ

とがわかった。 

 IPCC 第5次評価報告書の第2ワーキンググループにお

いて責任執筆者として報告書原稿作成に参加した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］アジア、デルタ、沿岸、平野、地球環境 

 

［テーマ題目42］東南アジアと東アジアのデルタにおけ

る 統 合 的 地 質 ア セ ス メ ン ト 研 究

（CCOP-DelSEA II プロジェクト）（運

営費交付金） 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

地質調査総合センターが推進する CCOP 関連プロジ

ェクトの「地球環境基盤としての東・東南アジア地域

の地球科学情報整備プロジェクト」の中で、東南アジ

アから東アジア沿岸域の保全と防災に資するため、こ

れらの地域を対象に、CCOP-DelSEA プロジェクト

「東南アジアと東アジアのデルタにおける統合的地質

アセスメント研究」を推進した。平成24年度は、マレ

ーシア鉱物地球科学局（JMG）とテレンガヌ大学

（UMT）と共同で、2013年3月10日から16日にマレーシ

アのマレー半島北東部のクアラテレンガヌとコタバル

において、第4回会合（CCOP–GJS/AIST–JMG/UMT 
DelSEA II Short Course on Coastal Geology and 
Management）を開催し、10ヶ国から約60名を超える

参加者があった。DelSEA 会合では、沿岸域の地形と堆

積物、ボーリングコア試料、海域の音波探査結果を総

合してどのように解釈し、海陸を統合した沖積層の層

序や古環境復元を行うか、また沿岸侵食に対してこの

ようなデータをどのように活用し、またどのようなデ

ータ取得が必要かに焦点が当てられた。また初めてボ

ーリングコアの処理と4地点から採取したコアを実際に

見て解釈するというスタイルを採用した。本会合によ

る共同研究の結果、ケランタンデルタの沖積層層序と

古環境変遷に関して、新しいデータを取得することが

できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］CCOP、デルタ、沿岸、沖積層、 

DelSEA 

 

［テーマ題目43］地球観測グリッド GEO Grid（運営費

交付金：戦略予算） 

［研究代表者］宮崎 一博（地質情報研究部門） 

［研究担当者］尾崎 正紀、西岡 芳晴、川畑 大作、 

野々垣 淑恵（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 東日本大震災被災地の太平洋側沿岸域（1/5万地形図

46区画）において、5万分の１地質・地盤図の原図を作

成し、数値化を行った。原図の作成においては、5万分

の1地質図幅を基本として、表層地質図、地形分類図の

地形・地質情報や最新の地質学的情報を加えて全面的に

修正を加え編纂した。また、位置精度を高めるため、地

質図幅、表層地質図、地形分類図自体の不正確さ、地質

図作成後の水界の変化、地形情報と一致すべき地質界

（特に、本来、地形情報を反映した形状を有する上部更

新統～完新統堆積物の位置情報）の不規則な位置のずれ

について修正作業を全面的に行った。 

 平成23年度に構築・公開準備を行った日本シームレス

地質図 WMTS 配信サービスの高度利用を図るため、3D
鳥瞰図で地質図を閲覧できる Web サイト「シームレス

地質図3D」を開発・公開した。また、災害時等安定し

たネットワーク回線が確保できない野外での利用を想定

し、オフライン化の研究を進め、HTML5のアプリケー

ションキャッシュを利用したオフライン版テストアプリ

ケーションを開発した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質図、数値化、編纂、シームレス地質

図、WMTS 
 

［テーマ題目44］新たな海底熱水鉱床発見のための海底

カルデラ調査（運営費交付金：戦略予

算） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、片山 肇、荒井 晃作、 

板木 拓也、下田 玄、鈴木 淳、 

天野 敦子、佐藤 智之、針金 由美子、

山岡 香子、佐藤 太一、松本 弾、 

飯笹 幸吉（常勤職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国で鉱物資源の供給不安が広がる昨今、海底に賦

存する鉱床の存在が注目されている。本研究では、久米

島西方の海底火山域において海底地質調査を実施し、新

たな海底熱水鉱床の発見の基礎となる海底地形・地質デ

ータの収集と解析が目的となる。調査の結果、海底カル

デラにおいて、熱水活動に関係すると考えられる複数の

プルームを音響調査で確認したほか、硫化水素臭のする

チムニーの破片と考えられる試料や著しい発泡現象を示

す堆積物等を採取した。これらの結果はプレス発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底熱水活動、プルーム、海底カルデラ、

久米島西方沖 

 

［テーマ題目45］海底鉱物資源の研究（運営費交付金：

分野別緊急） 

［研究代表者］岸本 清行 

（資源テクトニクス研究グループ） 

［研究担当者］岸本 清行、飯笹 幸吉 

（常勤職員1名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 部門の別プロジェクトである「大陸棚画定調査に関わ

る基盤岩による海山等の形成史および潜在的な資源に関

する研究」では、これまで「延長大陸棚申請」と連携し

て海洋地質に関する研究を進めてきたが、日本政府は24

年度中に「延長大陸棚勧告」を受領した。これに伴い、

延伸がほぼ確実であると考えられる海域の範囲が想定で

きるようになり、今後のわが国の延長大陸棚および周辺

海域における資源評価に資する調査研究の実施促進が課

題となる。産総研ではこれまでも海底熱水鉱床の探査や

成因モデルの研究、資源ポテンシャル評価の研究等を実

施しているが、特に海底熱水鉱床の探査に関しては実海

域での試料採取を含む系統的調査が最も重要で時間が必

要である。本研究では「海底熱水鉱床の発見的調査」の

効率化と加速のために、海底試料採取技術の改良と試作

を行い、実海域での実験でも良好な結果を得ることがで

きた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋地質調査、大陸棚画定、海底鉱物資

源、海底熱水鉱床 

 

［テーマ題目46］地震災害リスク調査－井戸沢・湯ノ岳

誘発地震活断層構造調査（運営費交付

金：平成23年度3次補正予算） 

［研究代表者］山口 和雄（地球物理研究グループ） 

［研究担当者］山口 和雄、村田 泰章、加野 直巳、 

伊藤 忍（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

2011年東北地方太平洋沖地震後の福島県浜通りの地震

で地表地震断層が出現した福島県いわき市域において、

断層の浅部から深部の構造と周辺の地下構造を解明する

ことを目的として、反射法と屈折法による統合地震探査

と広域的な重力探査を行った。井戸沢断層では極浅部弾

性波探査（S 波反射法、表面波探査）も行った。地震探

査は、井戸沢断層を横断する測線1（長さ約6km）、湯ノ

岳断層を横断する測線2（6km）、湯ノ岳断層の推定延長

方向の測線3（4km）で実施した。測線1は断層構造は把

握出来なかった。測線2は山間の堆積盆地の形状が捉え

られ、断層位置は盆地の縁にほぼ一致した。測線3は反

射面に断層らしき変形は見られなかった。重力探査は、

東西22km、南北28km の地域内の計2187点で測定しブ

ーゲー異常図を作成した。湯ノ岳断層では南西落ちの重

力異常急変帯が見られ、井戸沢断層は高重力異常のピー

クの尾根にほぼ対応する。また、重力データから地殻表

層密度を推定した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］福島県浜通りの地震、地表地震断層、反

射法、屈折法、統合地震探査、重力探査、

ブーゲー異常、地殻表層密度 

 

［テーマ題目47］地盤液状化リスク調査－地形および地

質学的手法による液状化調査（運営費交

付金：平成23年度3次補正予算） 

［研究代表者］水野 清秀（平野地質研究グループ） 

［研究担当者］水野 清秀、小松原 琢、宮地 良典、

小松原 純子、田邊 晋、安原 正也、

中島 善人、石原 武志、稲村 明彦、

風岡 修（千葉県環境研究センター）、 

吉田 剛（千葉県環境研究センター）、 

香川 淳（千葉県環境研究センター）、 

石原 与四郎（福岡大学）、宮田 雄一

郎（山口大学）、卜部 厚志（新潟大学）

（常勤職員7名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

液状化がおこりやすい地形・地質的な条件・特性を明

らかにし、地震被害軽減に資することを目的として、

2011年東北地方太平洋沖地震による液状化被害が大きか

った利根川下流域において、地質学的な調査を実施した。

調査内容は、1)関係する自治体から液状化による被害報

告資料、既存ボーリング資料などの収集とそれらの解析、

2)沖積層を対象とした掘削深度60～10m のオールコア

ボーリングコアの解析、ボーリング孔を利用した速度・

電気検層、標準貫入試験など、15地点、3)液状化した地

層などのトレンチ調査、3地点、4)地下水の採取・分析

と地下水位の観測。 

 液状化が生じている地域は、かつての湖沼や河川・水

路を埋め立てたところが多いとされているが、それら以

外に現河川沿いの自然地盤、台地を開析した沖積谷を台

地を削った砂で埋め立てた地点でも見られた。ボーリン

グ調査からは、液状化している地層はほとんどが深度

10m 以浅の中世以降に堆積した地層や人工地層の砂層

主体層であることがわかったほか、コアの CT スキャン

や軟 X 線写真撮影などが、流動構造の解明に大変役立

つことが示された。既存ボーリング資料の解析からは、

利根川沿いの比較的浅層部の砂質堆積物に液状化が生じ

やすいことがわかり、東部や台地縁辺部の砂層は少し古

い時代に堆積した砂州構成層などで、それらの分布地域

では液状化被害が比較的低いことが傾向として見られた。

砂州上でのトレンチ調査では、砂層上部が酸化鉄の沈着

などにより著しく固結していて、液状化が生じにくくな

っていると考えられた。 

 埋め立て地におけるトレンチ調査では、地下水位が高

いために周囲に矢板をうち、ウェルポイントによって地

下水位を下げて矢板内部の掘削を行った。1987年千葉県

東方沖地震と2011年地震によると推定される新旧2種の

砂脈が観察されたほか、砂層全体が液状化するのではな

くて、部分的に液状化がおこっていること、上位にシル

ト層があると、砂脈が上に抜けられずにシルト層の下面

で水平方向に広がることがあることなどがわかった。地

下水と液状化との関係においては、地下水の水位が高い
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ことに加えて、流動方向が上向きになっているところに

液状化が生じやすいと考えられた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］液状化、地下地質、ボーリング調査、ト

レンチ調査、ボーリングコア、2011年東

北地方太平洋沖地震、地下水、利根川下

流域 

 

［テーマ題目48］土壌汚染リスクにかかる海域及び陸域

の調査研究（運営費交付金：平成23年度

3次補正予算） 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、長尾 正之、田村 亨、 

高橋 暁、山崎 宗広、御子柴 真澄、 

高橋 浩、岡井 貴司、金井 豊 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波は被災

地に大きな被害をもたらした。陸から海への堆積粒子や

瓦礫の供給の実態とその海底環境や海洋生態系への影響

を評価するために、海陸を統合した元素や粒子、瓦礫の

移動と状況把握の調査研究を実施した。本研究では、仙

台湾沿岸の海底地形と瓦礫の調査、海域津波堆積物調査、

表層堆積物調査の海域現地調査と仙台湾底質流動数値実

験、松島湾水理模型実験、さらに、東北地方南部前弧～

島弧域の地球化学的・地質学的調査を実施するとともに、

ルミネッセンス年代測定実験装置の導入を行った。仙台

湾での調査では、仙台港沖の海上コンテナの分布の把握、

地震／津波前後での底質の変化の把握、津波による底質

移動様式の推定や松島湾における島による津波減衰の効

果の実証等が行われ、陸域においても代表的な構成岩石

の化学分析から地域・岩質に応じた元素毎の濃度変化を

明らかにした。これらの結果については、報告書原稿と

して取りまとめた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］2011年東北地方太平洋沖地震、津波、堆

積物、瓦礫、仙台湾、松島湾、元素分布 

 

［テーマ題目49］地震災害リスク調査－低活動性断層の

時間・空間分布把握（運営費交付金：平

成23年度3次補正予算） 

［研究代表者］大坪 誠（長期変動研究グループ） 

［研究担当者］大坪 誠、宮下 由香里、城谷 和代、

間中 光雄、宮川 歩夢、高橋 浩、 

重松 紀生（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

2011年東北地方太平洋沖地震の1ヶ月後の4月11日に福

島県浜通りの地震（M＝7.0）が発生し、地表地震断層

（塩ノ平断層、湯ノ岳断層）が出現した。この地震は、

2011年東北地方太平洋沖地震直後に発生した最大の内陸

地震であり、海溝型巨大地震との関連性が議論されてい

る。また、従来の知見では発生の可能性が殆ど考慮され

ていなかった前弧域での正断層活動であることから、過

去の発生地域や活動性など基本的な情報が不足している。

同種の地震の発生地域やその活動性評価を行うことを通

じて地震防災に資するため、前弧域に分布する断層の空

間分布・活動履歴等を含む基本的な地質データの取得・

整備を目的とした。阿武隈山地全域～茨城県北部及び沿

岸海域について、平成24年度は、①既存公表資料を用い

た活断層、リニアメント、断層破砕帯等の分布及び性状

に関するデータの整理、②1/20万地質図幅「白河」およ

び「水戸」のうち、主として花崗岩が分布する地域にお

ける活構造・リニアメント判読、③抽出された活断層お

よびリニアメントのうち重要性が高いと判断した断層に

関する断層破砕帯調査、④湯ノ岳断層でのピット掘削調

査、を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、前弧、阿武隈地域、2011年東北

地方太平洋沖地震 

 

［テーマ題目50］地球化学標準試料 ISO（地質分野特定

事業費）（成果普及品自己財源） 

［研究代表者］岡井 貴司（地球化学研究グループ） 

［研究担当者］岡井 貴司、今井 登、金井 豊、 

御子柴 真澄、太田 充恒、久保田 蘭、

立花 好子（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

地質情報研究部門は岩石標準試料の国内唯一の発行機

関として、1964年以来50年近くにわたって地質関連試料

の標準試料を作製し、世界各国の研究機関との共同研究

により、化学組成や同位体組成、年代値の信頼性の高い

データを定め公表してきた。この標準試料は世界中で活

用されており、分析精度を高める標準として世界的に大

きな貢献をしている。しかしながら、近年の国際化の動

きの中で、標準物質は国際的な標準である ISO のガイ

ドラインに対応することが必要とされるようになってき

たため、当部門発行の岩石標準試料についても、NITE
認定センターより、ISO に対応した標準物質生産者と

しての認定（ASNITE 認定）を取得し、ISO の規定に

則った認証標準物質とした。 

本年度は、安山岩標準試料 JA-2の在庫が少なくなっ

たため、再調製試料として、JA-2a 試料を作製した。

試料は、JA-2作製時に採取され、保存されていた、香

川県坂出市の安山岩試料（さぬき石）140kg を用い、粉

砕・篩い分け・瓶詰めを行って、100g 入り1,100本を作

製した。主成分元素について、粉砕直後に行った分析で

は、JA-2試料と比べ、アルミニウム及びカリウム、ナ

トリウム含有量がやや少なく、鉄及びカルシウム、マグ

ネシウム含有量がやや多い傾向が見られたが、いずれの

元素においても均質性には問題がなかった。 
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標準物質生産者としての ISO 認定の維持に必要な各

種文書やデータ類の管理においては、マニュアル・記録

類の維持・管理を行うとともに、過去の分析データの再

点検や文書の改善を行い、品質管理を一層向上させた。

また、標準試料の各種情報をデータベースとしてインタ

ーネット上で公開した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］国際標準、標準物質、地球化学、岩石、

土壌、化学組成 

 

⑤【地質調査情報センター】 
（Geoinformation Center） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7 

人 員：21名（8名） 

概 要： 

 地質調査情報センターは、産業技術総合研究所内の

地質分野の研究部門・研究センター・研究コア・地質

分野研究企画室・地質標本館等との密接な連携のもと

に、地質・地球科学に関する信頼性の高い、公正な地

質情報を国民に提供している。また、国土の利用、地

震・火山噴火等の災害対策、資源の確保、環境問題な

どへの対応に効果的に使われるべき公共財として、地

質情報の活用の利便性向上を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 
 
［地質調査情報センター］センター長 渡部 芳夫 
次長   土田 聡 
総括主幹 谷島 清一 菅原 義明 

［地質・衛星情報整備企画室］ （兼）室長 土田 聡 
［地質・衛星情報アーカイブ室］（兼）室長 菅原 義明 
［地質・衛星情報サービス室］    室長 中野 俊 
--------------------------------------------------------------------------- 
地質・衛星情報整備企画室 

（Geoinformation Management Office） 
（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質・衛星情報整備企画室は、地質の調査に係る数

値情報の統合及び提供に関すること、地質の調査に係

るデータベースの統合及び提供に関すること、衛星情

報と地質情報との統合に関すること、地質の情報に係

る連携及び融合に関することを担当する組織として、

地質調査総合センター全体における研究情報の集約・

共有・発信のあり方を検討するとともに、GEO Grid
融合課題の推進、地理空間情報にかかるデータ整理と

クラウドコンピュータ上でのデータベースシステムの

構築・運用を行った。 

 また、地質調査総合センターにおける研究成果発信

の標準化のために、新たに策定された JISの適用ガイ

ドラインを構築して運用を開始した。さらに、地質図

製作から出版までのペーパーレス化・内製化の実現を

目指し、工程を電子化する試みを開始した。そして、

ユーザーによりわかりやすいサイトの実現のために、

新たなポータルの設計を開始し、一部を試験公開した。 

 

地質・衛星情報アーカイブ室 

（Geoinformation Archive Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質・衛星情報アーカイブ室は、「地質の調査」に

関わるメタデータの整備及び提供、地質文献資料・地

質図等の収集・管理及び地質調査に係わる基礎データ

のアーカイブに関する業務を掌る。メタデータの整備

については、地質文献データベース及び政府クリアリ

ングハウスにおいて、それぞれの管理・運営とデータ

の追加更新及びシステム改修等を行った。文献資料・

地質図等の収集活動については、国内外関連機関との

文献交換等を通じて行った。文献収集活動等の情報の

整備とデータベースによる提供を組織的に行うことに

より、地質情報の活用を促進した。地質図幅調査に係

わる調査時基礎データのアーカイブに関しては基本ポ

リシー等の検討を行った。 

 

地質・衛星情報サービス室 

（Geoinformation Service Office） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質衛星情報サービス室は、産総研の「地質の調

査」業務に基づく地質・地球科学に関する研究成果の

出版及び管理、地質情報の標準化整備及び数値化、並

びにこれら研究成果の普及に関する業務を行った。研

究部門・センターで作成された地質図・地球科学図の

編集と出版、研究報告書の編集と出版、数値地質図や

データ集の CD-ROM 出版を行った。また、既刊出版

物の管理・頒布・払い出し・オンデマンド印刷を継続

して行った。地質出版物・データベースの著作物利用

申請には77件対応した。 

 地質情報整備では地質情報に関する標準化を進めて

おり、既刊地質図類のラスタデータ整備を実施した。

また、地質標本館及び地質分野研究企画室と協力して

地質情報展等の地質関連イベントで成果普及活動を行

うとともに、地質図類のより一層の利活用促進を目指

し、Web 等を通じて研究成果品の紹介・普及を進め

た。 

 地質調査総合センターの Web サイトの維持・管理

を継続した。5万分の1地質図幅のベクトルデータ公開

の要請に応えるため、整備環境を準備するとともに、

専用の登録制ダウンロードサイトを構築し、20面分の

Shapefile と kml データを公開した。
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地質の調査 

① 地球科学図 

 本年度の各種地質図類の編集・発行は、5万分の1地質図幅6件（冊子3件）、海洋地質図4件、火山地質図1件、

数値地質図2件、海外地球科学図1件（冊子1件）である。 

刊 行 物 名 
件  数 

発行部数 摘        要 
図類・冊子 

5万分の1地質図幅 6 ・ 3 各1,500  

戸賀及び船川（冊子のみ）、榛名山（図のみ）、阿仁合第2版 

足助、新居浜（図のみ）、京都東南部（図のみ）、青森西部

（図のみ） 

海洋地質図 CD-ROM  4 各1,000 

No.77 日高舟状海盆海底地質図 

No.78 宗谷岬西方海底地質図 

No.79 野間岬沖表層堆積図 

No.80 奥尻島北方表層堆積図 

火山地質図 1 ・ 0 1,800 No.17 諏訪之瀬島火山地質図 

数値地質図 DVD-ROM 2 各1,000 
S-3 海底シームレス地質情報集「福岡沿岸域」 

P-2 日本重力データベース DVD 版 

海外地球科学図 1 ・ 1 1,200  中央アジア鉱物資源図 

 

② 地球科学研究報告 

 本年度の研究報告書は、地質調査研究報告が第63巻1/2号～11/12号6件、活断層・古地震研究報告1件、地質調査

総合センター速報4件である。 

刊 行 物 名 件 数 発行部数 摘      要 

地質調査研究報告 6 
各 190 

各 200 

Vol.63 No.1/2,3/4 
Vol.63 No.5/6,7/8,9/10,11/12  

活断層・古地震研究報告 1 1,550 活断層・古地震研究報告 第12号（2012年） 

地質調査総合センター速報 4 

300 

 

300 

500 

300 

 

No.58 東シナ海沖縄トラフ海域の海洋地質学的研究平成23年度研究 

   概要報告書－北部沖縄トラフ海域－ 

No.59 平成23年度沿岸域の地質・活断層調査研究報告 

No.60 第四紀火山岩体・貫入岩体データベース（CD） 

No.61 沖縄周辺海域の海洋地質学的研究平成24年度研究概要報告書 

－沖永良部島周辺海域－ 

 

③ 刊行物販売状況 

 研究成果普及品のうち「地質の調査」に係るものは、地質情報等有料頒布要領（21要領第61号）により、地質調

査情報センター及び地質標本館が有料頒布業務を遂行することになっている。平成24年度は、下記のように有料頒

布を実施し、収入を得た。 

 

○平成24年度 研究成果普及品頒布収入 

 地球科学図及び地球科学データ集                     8,379,368 円 

内     訳 頒布部数 頒布金額 

委託販売収入（4社合計） 3,856 6,612,223 

直接販売収入（地球科学図ほか） 360 917,175 

直接販売収入（オン・デマンド） 568 849,970 

合    計 4,784 8,379,368 

普及出版物及び絵葉書                    721,844 円       

内     訳 頒布部数 頒布金額 

直接販売収入（普及出版物ほか） 1,340 721,844 
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○平成24年度 シリーズ別 頒布部数トップ5 

 

 

 

 

 

 

○平成24年度 出版物別 頒布部数トップ10 

シリーズ名 出 版 物 名 頒布部数 

数値地質図 20万分の1日本シームレス地質図 DVD 版 99 

5万分の1地質図幅 榛名山 78 

5万分の1地質図幅 加茂 49 

火山地質図 阿蘇火山地質図 44 

数値地質図 日本温泉・鉱泉分布図及び一覧（第2版）（CD-ROM 版） 41 

数値地質図 全国地熱ポテンシャルマップ 41 

5万分の1地質図幅 足助 35 

単独 日本の地球化学図（第2刷） 34 

20万分の1地質図幅 東京（第2刷） 34 

火山地質図 伊豆大島火山地質図 33 

 

④ 文献交換 

 「地質の調査」に係わる研究成果物をもとに、国内外の「地質の調査」に関係する機関と文献交換を行い、地質

文献資料の網羅的収集に努めている。さらに、収集資料の明確化と広範囲の利用者の利便性を考慮して、地質文献

データベースを構築し、インターネットで公開を行っている。 

 

 国内外交換先 

 
計 JAPAN EUROPE ASIA AFRICA U.S.A. CANADA & C. 

AMERICA 
SOUTH 

AMERICA OCEANIA 

国 数 157 1 36 40 44 1 12 12 11 

機関数 1,245 558 233 178 65 84 37 50 40 

 

 交換文献内訳 

 
計 地質調査研究報告 その他報告類 

地域地質研究報告 

（5万分の1地質図幅） 
その他図幅 CD-ROM 

件 数 17 6 1 3 1 7 

所外送付部数 2,897 1,268 217 232 105 1,265 

国外送付部数 4,446 603 232 705 235 2,671 

 

⑤ 文献情報活動 

 文献交換等で収集した地質文献資料の効果的・効率的な利用を目指して、地質文献データベースを構築し Web
公開している。統合版 GEOLIS 検索システム及び貴重資料データベースの公開を継続し、改良等を行った。今年

度はクラウド環境移行を行い、更に統合版 GEOLIS の高度化の設計を行い、オンラインジャーナル情報の収集、

インターネット検索での利用及び他デーベースからの検索機能を追加した。次年度に公開予定である。統合版

GEOLIS の蓄積データ数は422,778件（うち位置情報データは42,985件）、Web 公開で433,142件のアクセス数であ

る。貴重資料データベースのアクセス件数は20,515件、登録件数は147件であった。 

 

 受 入 

 
単行本（冊） 雑誌（冊） 地図類（枚） 

研究資料集・

受託研究資料 

電子媒体資料

（個） 

購   入 288 100 39 0 51 

寄贈・交換 231 4,631 705 15 877 

計 672 5,388 1,219 10 928 

 製本・修理 （冊） 1,331 

シリーズ名 頒布部数 

5万分の１地質図幅 1,835 

20万分の１地質図幅 641 

数値地質図 564 

火山地質図 289 

単独（シリーズ外） 289 
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 地質文献データベース（アクセス件数は平成25年2月まで） 

 登録数 登録総数 アクセス件数 

統合版 GEOLIS 
（GELIS+・G-MAPI 含む） 15,321 422,778 433,142 

貴重資料データベース 147 534 20,515 

計 15,468 423,312 453,657 

 

 閲覧・貸出など情報提供 

所外閲覧者 
入館者 

（括弧内外国人） 
閲覧件数 貸出件数 返却件数 

143 5,223(94) 5,386 6,267 4,627 

 

 地質文献複写外部委託 

件数（件） 通常コピー（枚） カラーコピー（枚） 電子媒体（部） 

492 9,755 217 8 

 

⑥ メタデータ及びデータベースの整備 

 「地質の調査」の成果である地質図・地球科学図等の情報に関し、インターネットを通じて利活用出来るよう、

メタデータ作成、数値化及びデータベース化を行っている。 

 メタデータ整備業務では、電子政府クリアリングハウス用の地理標準フォーマット JMP 第2版に基づくメタデ

ータを1,606件整備し Web 公開した。 

 

⑦ 数値化・地理空間情報の配信 

 地質図類ベクトル数値化整備業務では、5万分の１地質図幅40図幅、海洋地質図8図幅をベクトル数値化し、デー

タの校正・編集を行った。5万分の１地質図幅20図幅の Shapefile と kml 形式のベクトルデータを公開した。 

 

○平成24年度 地質図・地球科学図データベース及びメタデータ整備 

１．地質図・地球科学図データベース整備（件数） 

5万分の1地質図幅、海洋地質図幅の数値化数 48 

5万分の1地質図幅ベクトルデータ公開 20 

２．メタデータ整備（件数） 

電子政府クリアリングハウス：メタデータ登録数 1,606 

  

⑧ 5万分の1地質図幅調査に係わる調査時基礎データのアーカイブ作成 

 今年度より業務を開始した。今年度はガイドラインの作成、アーカイブシステムのプロトタイプを作成した。併

せて他システムでも利用できる緯度経度入力システムを作成し、共用できるよう準備中である。 

 

⑥【地質標本館】 
（Geological Museum） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第7 

人 員：16名（9名） 

概 要： 

地質標本館は、世界的にユニークな地球科学専門の

博物館として、地質標本、地球科学全般と地球の歴

史・変動のメカニズム、人間生活との関わりについて

展示し、土・日・祝日も開館している。また、地球科

学の普及、地質調査に関する広報および地質相談業務、

地質試料等の整備・調製、並びにこれらに係る研究な

どに関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［地質標本館］ 館長  利光 誠一 

副館長   下川 浩一 

総括主幹  西澤 良教 

総括主幹  大和田 朗 

［企画運営グループ］ 

グループ長  渡辺 真人 他 

［地質試料管理グループ］ 

グループ長  角井 朝昭 他 

［地質試料調製グループ］ 

     グループ長（兼）大和田 朗 他 
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--------------------------------------------------------------------------- 
企画運営グループ 

（Museum Management Group） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 企画運営グループは、展示施設の維持管理、館内で

の特別展示や行事・外部イベント出展などの企画・調

整・運営を行っているほか、ジオパーク、ジオネット

ワークつくば、地質情報展など、産総研地質分野を代

表して、外部機関との連携をとりながら行うアウトリ

ーチの推進業務を行っている。また、GSJ 地質ニュ

ースの編集・発行を行う他「地質相談所」を窓口とし

て、所内外からのさまざまな階層の地質相談業務を行

っている。 

 

地質試料管理グループ 

（Curating Group） 

 （つくば中央第7） 

概 要： 

 地質試料管理グループは、地質試料の整備、管理・

保管、登録、利用支援、アーカイブ、データベース化

並びにこれらに関する研究を行っている。 

 

地質試料調製グループ  

（Quality Petrographic Section Group） 

（つくば中央第7） 

概 要： 

 地質試料調製グループは、地質の調査・研究に不可

欠な岩石試料等の薄片・研磨片等の作製を行う他、独

自の作製方法を開発することにより、更なる難試料作

製に応じられるよう努めている。その他、作製現場の

見学、技術相談、指導等の要請にも応じている。 
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平成24年度 地質標本館行事一覧 

実施期間 特別展および速報 講演会 移動地質標本館 イベント 入館者・参加者 

2012/4/16～5/11   
地質の日関連ｲﾍﾞﾝﾄ・経産

省本館ﾛﾋﾞｰ展示 
   

2012/4/17～7/1 

春の特別展示：砂漠を歩

いてﾏﾝﾄﾙへ− 中東ｵﾏｰﾝの

地質探訪 

   入館者 8,227人 

2012/4/22   

科学技術週間特別講演

会・ｵﾏｰﾝ展ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｾﾚﾓ

ﾆｰ 

   参加者 150人 

2012/5/12      地質の日関連：工作ｲﾍﾞﾝﾄ 参加者 17人 

2012/5/12～13    
つくばﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ2012ﾌﾞｰｽ

出展 
 

来場者延べ120,000

人 

2012/5/12～15 
 

 
  

ｼﾞｵﾊﾟｰｸ国際ﾕﾈｽｺ会議：島

原ﾌﾞｰｽ出展 

 

 
  

2012/5/20～25   
地球惑星連合大会ﾌﾞｰｽ出

展 
  

2012/7/18～9/30 

夏の特別展示：ﾐｸﾛな化石

で地球を探る− 微化石と

地質調査 

  
 

 
入館者 16,500人 

2012/7/21  
 

 
 

つくばｾﾝﾀｰ一般公開（薄片見学ﾂｱｰ

実施） 
入館者 2,223人 

2012/7/21  
普及講演会：放散虫が

紡ぐ日本列島の物語 
  入場者 45人 

2012/7/21  
特別講演会：ｼﾞｵﾊﾟｰｸへ

行こう 
  入場者  85人 

2012/7/26   
 

 

関西ｾﾝﾀｰ（池田）一般公

開 
  入場者 1,520人 

2012/8/3       夏休みｲﾍﾞﾝﾄ：石をみがいてみよう 参加者 18人 

2012/8/3   

  

 

 

関西ｾﾝﾀｰ（尼崎）一般公

開 
 参加者 132人 

2012/8/4     東北ｾﾝﾀｰ一般公開   来場者  444人 

2012/8/4     中部ｾﾝﾀｰ一般公開  来場者  248人 

2012/8/5～10     
第34回万国地質学会議ﾌﾞｰ

ｽ出展 

 

 
 

2012/8/23     四国ｾﾝﾀｰ一般公開  来場者 454人 

2012/8/24      夏休みｲﾍﾞﾝﾄ：化石ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ教室 参加者 25人 

2012/8/25     地球何でも相談日 相談数 14件 

2012/9/15～17    地質情報展2012おおさか 
 

 
来場者 4,681人 

2012/10/13  

 

 

 

 
野外観察会（ﾌｽﾞﾘﾅの化石を探して

みよう：佐野市葛生） 
参加者 22人 

2012/10/16 

～12/27 

特別展示：知的基盤整

備・利用促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ～今

後10年の地質情報整備～ 

     来館者 6,274人 

2012/10/19     中国ｾﾝﾀｰ一般公開  来場者 878人 

2012/10/20～21   つくば産業ﾌｪｱ出展  参加者 322人 

2012/10/25～26     産総研ｵｰﾌﾟﾝﾗﾎﾞ  

2012/11/3    
茨城県高校文化祭自然科学部研究

会（協力） 
参加者100名 

2012/11/17～18 
  

 
  つくば科学ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ2012  

来場者延べ 16,000

人 

2012/12/15     
青少年のための科学の祭

典・日立大会 
  

2013/1/8～3/31 

 

特別展示：地質情報展

2012おおさか— 過去から

学ぼう大地のしくみ−  

   来館者数 4,390人 

2013/1/19～20 

 
   

産総研ｷｬﾗﾊﾞﾝ2013やまぐ

ち 
 来場者 1,138人 

2013/2/2     
うしくｻｲｴﾝｽﾌｪｽﾀ2013：化

石の粘土模型を作ろう 

 

 
参加者 82人 

2013/2/14     
埼玉県地震対策ｾﾐﾅｰﾌﾞｰｽ

出展 
  来場者 1,200人 

2013/2/16      
地質標本館ｶﾌｪ：朗読会 

「楢の木大学士の野宿」 
参加者数 34人 

2013/3/3    
ｼﾞｵﾈｯﾄの日：ｴｷｽﾎﾟｾﾝﾀｰ館内化石探

し石めぐりﾂｱｰ 
入館者 669人 

2013/3/10    
ｼﾞｵﾈｯﾄﾜｰｸつくばｻｲｴﾝｽｶﾌｪ：つくば

を車座になって話そう会 
参加者 49人 

2013/3/16    化石ﾚﾌﾟﾘｶ作り：三葉虫 参加者 35人 

2013/3/24    
日本地学ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ本選ﾄｯﾌﾟ・ﾚｸﾁｬｰ

（協力） 
参加者 105人 
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地質標本館 平成24年度 入館者総数 40,910人 

地域別入館者数内訳    

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

市内 872 509 507 3,053 4,507 579 638 385 381 245 432 446 12,554 

県内 725 712 1,059 1,389 1,779 694 900 767 342 312 664 623 9,966 

都内 477 702 429 364 631 222 518 396 197 102 277 366 4,681 

他県 971 1,282 817 1,369 2,334 875 1,019 1,408 683 519 780 984 13,041 

外国 49 20 26 152 20 10 91 96 57 46 67 34 668 

計 3,094 3,225 2,838 6,327 9,271 2,380 3,166 3,052 1,660 1,224 2,220 2,453 40,910 

              

職業別入館者数内訳    

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

小学 454 469 294 1,641 3,018 428 811 274 190 156 226 382 8,343 

中学 426 311 438 250 493 74 135 161 201 22 267 79 2,857 

高校 205 322 274 501 399 26 225 581 267 109 46 253 3,208 

大学 264 150 224 272 207 190 50 153 108 54 148 98 1,918 

教諭 100 116 181 144 223 83 79 130 67 78 79 98 1,378 

家庭 1,020 973 854 2,141 3,594 929 770 943 456 397 816 820 13,713 

一般 625 884 573 1,378 1,337 650 1,096 810 371 408 638 723 9,493 

計 3,094 3,225 2,838 6,327 9,271 2,380 3,166 3,052 1,660 1,224 2,220 2,453 40,910 

 

団体見学への館内説明対応件数 219件 

団体見学への館内説明対応実績内訳   

  区分 回数 講演内容 

学校関係 

小学校 26 地層・岩石の話 

中学校 21 地層・岩石の話 

高校 56 地質調査に係る研究成果紹介 

高等専門学校  0 地質調査に係る研究成果紹介 

大学 13 地質調査に係る研究成果紹介 

視察・VIP 視察・VIP 10 地質調査に係る研究成果紹介 

海外研修生 海外研修生  5 地質調査に係る研究成果紹介 

その他（一般団体） その他（一般団体） 88 地質調査に係る研究成果紹介 

合  計   219   

 

職場体験学習生・研修受入   

職場体験学習生 
つくば市立手代木中学校 2人  2日間(2人) 展示解説とｲﾍﾞﾝﾄ教材作製 

芝浦工業大学柏中学校 4人  1日間(4人) 展示解説とｲﾍﾞﾝﾄ教材作製 

    

博物館実習 

 

千葉大学 8人 
 8日間(1人) 

博物館業務に係わる試・資料

の収集・保管・展示等の指導 

 9日間(7人) 

筑波大学 4人 
 3日間(1人) 

10日間(3人) 

川村学園女子大学 4人 10日間(4人) 

神奈川大学  1人 10日間(1人) 

帝京大学   1人 10日間(1人) 

日本大学   1人 11日間(1人) 

  

地質標本の利用指導 栃木県立博物館 1人  2日間(1人) 
企画展準備のための鉱物標本

の準備、標本取り扱い指導 

  

薄片技術指導 

アースサイエンス株式会社 1人  4日間(1人) 
岩石試料の薄片、研磨片作製

技術の指導 

国立大学法人北海道大学  1人  4日間(1人) 
岩石試料の薄片、研磨片作

製技術の指導 
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⑦【深部地質環境研究コア】 
（Research Core for Deep Geological Environments） 

（存続期間：2007.4.1～ ） 

 

研究コア代表：渡部 芳夫 

 

所在地：つくば中央第7 

人 員：1名（1名） 

経 費：422,999千円（19,873千円） 

 

概 要： 

 研究コアとしての設立は、2007年に原子力安全・保

安院より、産総研が実施する放射性廃棄物地層処分に

対する安全規制の技術的支援研究を、代表制を持って

統括するしくみを強く要請され、政策当局、関連機関

等との調整、協力において、組織的代表制が不可欠と

なったことによる。 

 本研究コアの課題とミッションは、産総研地質分野

において、放射性廃棄物地層処分事業の概要調査結果

の規制庁レビュー等における、地層処分の安全基準を

策定していくために必要となる調査研究を実施するこ

とであり、産総研地質分野の研究戦略（戦略課題3-

(2)高レベル放射性廃棄物の地層処分のための地質環

境評価）に基づき、地質情報研究部門、活断層・地震

研究センター、地質調査情報センターの研究者等43名

（常勤職員35名、契約研究職員8名）が研究コアメン

バーとして実施した。 

 本研究コアの対外的な代表性に基づく活動は、原子

力安全・保安院や原子力安全委員会（共に現原子力規

制委員会原子力規制庁）等の安全規制機関への技術支

援等の活動と、規制支援研究機関との協力、ならびに

上記の外部要請に基づいた外部資金プロジェクトの運

営・統括等からなる。 

 原子力の安全研究の推進を目的として、地層処分の

安全規制支援研究機関である原子力安全基盤機構、日

本原子力研究開発機構との間で平成19年10月4日に締結

された、独法間研究協力協定「放射性廃棄物地層処分の

安全性に関する研究協力協定」の協定協力委員会を開

催し、今後の研究協力の方針と共同研究計画の策定を

行った。また本協定の下で実施中の共同研究活動とし

て、日本原子力研究開発機構との間の共同研究｢深部地

質環境における水－岩石－微生物相互作用に関する調

査技術開発｣（平成25年3月末まで）、ならびに「低活動

性断層の調査・評価技術の開発」（平成21年10月～平成

24年3月末）を実施した。 

 なお、研究プロジェクト自体の成果は、研究コアメ

ンバーの所属する研究ユニット等の業務の一環として

実施したものであり、詳細な内容は各研究ユニットの

項に記述した。本項では、研究ユニットでは実施とり

まとめがなされない、本研究コア自体が実施した以下

の外部資金プロジェクトの1項目について記述する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
外部資金： 

原子力安全・保安院（現原子力規制委員会原子力規制

庁） 委託研究費「平成24年度核燃料サイクル施設安全

対策技術調査（放射性廃棄物処分安全技術調査等のうち

地層処分に係る地質評価手法等の整備）」 

 

独立行政法人原子力安全基盤機構 委託研究費「平成24

年度地質関連事象の時間スケールに応じた不確実性の検

討」 

--------------------------------------------------------------------------- 
［テーマ題目１］我が国の過去の自然事象についてのデ

ータベース化 

［研究代表者］宮城 磯治（地質情報研究部門長期変動

研究グループ） 

［研究担当者］西来 邦章、高橋 正明、内藤 一樹、 

風早 康平、中野 俊、石塚 吉浩、 

松本 哲一、安原 正也、高橋 雅紀、 

渡部 芳夫、中田 和枝、切田 司、 

竹内 久子、大丸 純、仲間 純子、 

半田 宙子、稲村 明彦、宮城 磯治 

（常勤職員10名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 最終処分法に関連する自然事象について既存情報を取

りまとめ、地層の著しい変動に関する各種調査で対象と

すべき特性等を整理しデータベース化する。このために、

産総研出版の地球科学図類を中心とした地質データ、第

四紀火山データ、深層地下水データについて、情報を整

備する。 

計画の概要： 

１）第四紀火山データベースの更新： 

平成23年度に出版公表された日本の第四紀火山に関

係する文献を抽出し、火山毎に文献リストを作成する。

既存文献のレビューにより明確な噴火年代が不明確な

火山岩体に対しては、新たに年代測定を実施し第四紀

火山であるか否かの判定を行う。平成23年度までに整

備したデータを「第四紀火山・貫入岩体データベー

ス」としてとりまとめて出版し、判断指標の「火山・

マグマ活動」における第四紀火山の確認に備える。 

２）地質データベースの整備： 

産総研がこれまで整備してきた地質データベースに

平成23年度に産総研地質調査総合センターから出版さ

れた地球科学情報を登録し最新の地質情報に更新する

とともに、電子データ作成及び登録業務を円滑に実施

するために地質データベースシステムの管理運用を行

う。事業者による概要調査結果を判断する作業に有用

な地質データ出力機能を作成する。今後整備すべきデ

ータ項目として、長期的な構造運動による影響のデー
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タ化手法について検討する。 

３）深層地下水データベースの更新： 

我が国の深層地下水の実態把握とデータベース化を

行うため、各種の調査で既に判明している日本各地の

深層地下水の特性(性状、流量、成分等)を整理し、深

層地下水データベースを更新するとともに、深層地下

水に係る各種評価用パラメータを地下水地理情報デー

タベースとして整備する。 

成果の概要： 

１）第四紀火山データベースの更新では、新たに出版さ

れた文献から日本の第四紀火山を抽出し、155火山に

ついて計1588文献のデータを得た。平成23年度までに

整備したデータを、Web ブラウザで閲覧可能な「第

四紀火山岩体・貫入岩体データベース」として公開し

た。第四紀に活動したと考えられる活動年代が不明確

な火山岩に対して、複数の年代測定法を用いた検討を

行い、溶岩の石基濃集試料を用いたカリウム・アルゴ

ン法、火砕流試料のジルコン結晶を用いた LAb-ICP-
MS 法によるウラン・鉛年代測定法とフィッション・

トラック年代測定法の組み合わせが、信頼性の高い年

代値を得るうえで有効であることを示した。 

２）地質データベースの更新では、データベースを最新

の地質情報に更新するとともに、データベースの利便

性を向上する機能を追加した。また、構造運動の解析

技術の開発では、推定されたオイラー極と回転角速度

に基づいて実際のプレートの過去の移動を計算し、さ

らにプレート内部の変形（本州弧の変形）の再現につ

いても検討を行った。 

３）深層地下水データベースの更新では、我が国の深層

地下水に関する新規データを収集・分析し、分析デー

タあるいは観測値の品質管理を行い深層地下水データ

ベースに登録した。本年度新規に加えたのは698点で

あり、現在の登録件数は24411件である。また、本デ

ータベースのデータを用いて、処分場周辺における水

文地質学的モデルを作成するにあたり評価すべきパラ

メータのうち、地下水の温度に関わるパラメータにつ

いて検討した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質データベース、第四紀火山、深層地

下水 

 

⑧【地質調査総合センター】 
（Geological Survey of Japan） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8567 つくば市東1-1-1 中央第7 他 

概 要： 

産業技術総合研究所地質調査総合センターは、以

下に示すように地質調査総合センター代表のもとに

構成される研究ユニット及び関連部署からなる産総

研内の「地質の調査」に関連する組織の総称である。

この組織はほぼ旧工業技術院地質調査所を引き継い

でおり、対外的には“Geological Survey of Japan”
の名称の基で、各国地質調査所に対して我が国を代

表する窓口となっている。 

 「地質の調査」は、産総研のミッションの一つとし

て位置付けられている。地質学及び関連科学の幅広い

分野にわたる研究者の属する地質調査総合センターは、

学際的・境界領域的研究分野の積極的開拓を目指した

連携体制を構築し、国の知的基盤整備の一翼を担うと

ともに、地震・火山噴火等の突発的地質災害発生時の

緊急調査・観測体制に対応する機能を持っている。ま

た、地質調査総合センターは、構成する研究ユニット

の地質分野における研究成果を一つの出口としてまと

め、旧工業技術院地質調査所の出版物刊行を引き継い

だ出版活動及び成果普及活動を実施している。さらに、

産学官連携活動の一環として、経済産業省知的基盤課

との適宜意見交換、関連業界団体である（社）全国地

質調査業協会連合会、地方公共団体等との定期懇談会、

産技連知的基盤部会・環境エネルギー部会等を開催し

ている。 
 地質調査総合センターでは、各研究ユニット等及び

研究管理・関連部署間の意思の疎通を図るために、毎

月、連絡会議を開催し、情報交換・意見交換等を行っ

ている。 
--------------------------------------------------------------------------- 
関連組織（2013/3/31現在） 

 
［地質調査総合センター］ 
  代表 佃 栄吉 
研究ユニット等 

 ［活断層・地震研究センター］ 
   研究センター長 岡村 行信 他 
 ［地圏資源環境研究部門］ 
   研究部門長 駒井 武 他 
 ［地質情報研究部門］ 
   研究部門長 牧野 雅彦 他 
 ［深部地質環境研究コア］ 
   代表 渡部 芳夫 
 研究管理・関連部署 
［地質調査情報センター］ 

   センター長 渡部 芳夫 他 
 ［地質標本館］ 
   館長 利光 誠一 他 
 事務局 
 ［地質分野研究企画室］ 
   研究企画室長 伊藤 順一 他 
 
業務報告データ 
 日付 地質調査総合センター行事 
H24. 4.17 ～ 7. 1 「地質標本館 春の特別展（日
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本・オマーン外交樹立40周年特別企画）

砂漠を歩いてマントルへ－中東オマーン

の地質探訪－」（産総研つくば中央第7事

業所 地質標本館） 

H24. 9. 15 ～ 9. 17 「地質情報展2012－過去から

学ぼう大地のしくみ－」（大阪市 長居

公園 大阪市立自然史博物館・花と緑と

自然の情報センター） 

H25. 1. 22 第20回地質調査総合センターシンポジウ

ム「地質学は火山噴火の推移予測にどう

貢献するか」（秋葉原ダイビル） 
H25. 3. 11  第1回アジア太平洋地域大規模地震・火

山噴火リスク対策国際シンポジウム「ア

ジア太平洋地域の地震・火山防災の現状

と将来展望」（産総研つくば中央第1事業

所 共用講堂） 
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７）フェロー 

【フェロー】 

（AIST Fellow） 
 

所在地：つくば中央第2、第3、第4、第7、西 

 

概 要： 

 フェローは、理事長の諮問を受けて、研究者の代表

として他の研究者の指導にあたるとともに、特別な研

究を行っている。 

 平成24年度は、6人のフェローを置いている。 

-------------------------------------------------------------------------- 
機構図 

フェロー   十倉 好紀 

フェロー   浅島 誠 

フェロー   加藤 碵一 

フェロー   安藤 功兒 
フェロー   中西 準子 
フェロー   田中 充 
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(2) 内部資金 

［研 究 題 目］化学物質フィジカルハザードに関する

TDG/GHS 国連試験法の標準化 

［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］薄葉 州、秋吉 美也子、岡田 賢 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 化学物質の国際的な危険分類には国連が勧告する試験

法（TDG/GHS）が用いられている。この中で、発熱分

解エネルギーの量により、クラス1（火薬類）の試験法

を行わなくて良いとするスクリーニング試験の標準化を

検討している。今年度までに断熱熱量計では十分な信頼

性が得られないことを実証した。また、示差走査熱量計

（DSC）において問題となる試料量、加熱条件、容器

材質についての詳細検討を行った。これらの成果は国連

の危険物輸送専門家委員会において日本側改正案を提出

し、了承された。また、国内においては JIS 原案を作

成し、JIS K4834:2013として制定された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］危険物、爆発性物質、火薬類、発熱分解、

熱量計、標準 

 

［研 究 題 目］触れずに掴むエアロダイナミック・スマ

ートグリップの開発 

［研究代表者］池田 喜一（つくばセンター） 

［研究担当者］池田 喜一、阿部 裕幸、菊島 義弘、

壹岐 典彦、鈴木 雅人（エネルギー技

術研究部門）荒井 裕彦、往岸 達也、

澤田 有弘（先進製造プロセス研究部

門）（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

非接触吸着デバイスの高性能化と複数デバイスの協

調によるハンドリング制御技術は、不純物の付着を防ぎ

ながら物体を保持及び搬送する場合などにおいて非常に

有効な手段であり、産総研における流体制御技術、運動

制御技術を専門とする研究者間の協力によりこれまでに

ないハンドリング手法を提案する。 

 研究目標は、１）能動的ハンドリング制御により搬送

速度100mm/sec 以上での保持・搬送技術を確立する、

２）3次元形状にも適応するスマートグリップ、ソフト

グリップの実証モデルを作る。この際、吸着力は従来技

術の4倍以上となる3.0N/cm2以上を目指すことにある。

これらの目標達成に向けて、エネルギー技術研究部門は、

吸着デバイス性能、形状、配置などに資する吸着実験と

非接触吸着チャックの試作を担当する。先進製造プロセ

ス研究部門は、吸着実験と並行して数値流体シミュレー

ションによる最適化を検討し、またロボットアームを含

む全体の能動的ハンドリング制御技術を担当する。イノ

ベーション推進本部では、異分野融合の面から企業動向

を含めた研究開発の進捗を把握しながら、ポイント毎に

議論の場を設け、課題の克服に向けた円滑な推進を行う。 

 平成24年度は、実験と計算環境を整え、ワークとチャ

ック吸着面に作用する動的吸着特性について実験と

CFD（Computational Fluid Dynamics）により課題抽

出を行った。また平面形状ワークの吸着状態を想定した

疑似モデルを試作し、ロボットハンドによる鉛直2次元

平面内のハンドリング手法について実証実験を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］搬送、コアンダ効果、ロボット 

 

［研 究 題 目］エネルギー資源を活用した分散型エネル

ギーマネジメント技術の開発 

［研究代表者］山崎 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 聡、安芸 裕久、村田 晃伸、 

近藤 潤次、韓 世炅（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 住宅部門の二酸化炭素排出削減や省エネルギーを達成

するために、太陽光発電、CO2ヒートポンプ給湯器、家

庭用蓄電装置などの様々な創エネ・省エネ機器が開発さ

れ、さらには住宅内の省エネルギー行動を支援するエネ

ルギーマネジメントシステムの開発も進められている。

しかし、全住宅に創エネ・省エネ機器を普及させること

には困難があるうえ、住宅どうしの連携を欠いた個別的

な省エネルギー行動の効果には限界が予想される。 

 本研究では、市民が個々に努力をするだけでなく、近

隣住宅と協力しあってエネルギーの有効利用を図ること

で低炭素社会を実現するために、複数住宅間でエネルギ

ー（電気や温水）の融通やエネルギー機器の共有と統合

的な最適制御を可能とするエネルギーマネジメントのた

めの統合運用システム技術の開発を行う。 

 平成24年度は、柱上変圧器下流の複数住宅を対象とす

る、太陽光発電、太陽熱温水器、ヒートポンプ等から構

成される住宅用エネルギーネットワークの統合マネジメ

ント実験に着手し、基礎的なエネルギー融通手法の実験

および解析結果から、温水需要の少ない夏期における省

エネルギー効果を検証した。太陽光発電による電圧上昇

に関する実験に着手し、実験設備における太陽光発電逆

潮流による配電線電圧上昇の確認と、インバータの無効

電力制御実験に向けた機器の動作確認を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］エネルギーネットワーク、住宅地域、統

合運用システム、データベース、シミュ

レーション、実証実験設備 

 

［研 究 題 目］グリーングリッド対応大電力汎用変換器

に関する研究 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一、阿部 宜之、中島 昭、 

大橋 弘通、田中 保則 
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（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 大電力汎用インバータの先駆けとなる大電力双方向絶

縁型変換器プロトタイプの試作、実証を行う。具体的に

は、変換器の基本ユニット試作、および基本ユニットの

直並列連携制御を軸に大電力インバータの汎用・量産化

技術の基礎実証を行う。あわせて、より小型高集積化を

可能とするための極限 IGBT モジュール技術、次世代

トランス技術を提案する。平成24年度においては、

1MVA ハイブリッド変換器（Si-IEGT＋SiC-PiN ダイオ

ード）において、10kHz 動作実証を行った。トランス

の高パワー密度化を行うため、従来型（内鉄型）トラン

ス構造に加えて、新構造（外鉄型）トランスの検討を開

始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］変換器、パワーエレクトロニクス、 

IGBT、トランス 

 

［研 究 題 目］ガス状水素の高効率貯蔵装置の開発 

［研究代表者］前田 哲彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］前田 哲彦、松本 愛子、中村 優美子、

浅野 耕太、辻村 拓（新燃料自動車技

術研究センター）、小熊 光晴 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 中圧タンク（1MPa 以下）及び常温で貯蔵可能な水素

吸蔵合金のハイブリッド純水素貯蔵装置を構築し、低コ

ストとコンパクトを両立する水素貯蔵装置の実現を目指

す。変動する太陽光発電等による水電解により水素を製

造し吸蔵合金に貯蔵するとき、低圧の排水素が発生する。

その排水素ガスを吸蔵合金の温度変化を利用した昇圧制

御によって有効に貯蔵する技術を確立する。水素吸蔵合

金は、吸蔵時に発熱、放出時に吸熱し、吸蔵合金の平衡

圧力は温度により変化するため、反応熱の熱交換が重要

な制御事項となる。吸蔵合金の昇圧や水素放出には熱が

必要なので、太陽熱利用・蓄熱を併設する。また、水素

吸蔵合金の反応熱利用の有効性を実証するため、合金材

料やサイズの異なる水素吸蔵合金タンクを製作し、実運

用における反応熱回収効率を評価する。また水素吸蔵合

金に水素を吸蔵する際には、水素中の水分を取り除く除

湿装置が必要であり、除湿に用いる吸着剤の再生には太

陽熱も利用し、ハイブリッド純水素貯蔵装置の有用性を

実証する。H24年度は、水素吸蔵合金及び中圧ガスタン

クを用いた水素貯蔵装置全体の詳細設計を行った。また

太陽熱利用と水素吸蔵合金の水素放出時に必要な熱量な

どの算出および運用方法の検討を行いシステムのフロー

図をまとめた。さらに、使用する水素吸蔵合金について、

低コストで高い耐久性を持つ合金を選定するため、耐久

性評価を実施しているところである。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素システム、再生可能エネルギー、水

素貯蔵 

 

［研 究 題 目］水中ふっ素化合物の定量のための流れ分

析法 

［研究代表者］宮崎 章（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］中里 哲也、田尾 博明 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 JIS K 0170-6流れ分析法による水質試験方法 第6

部：ふっ素化合物が平成21年3月に制定された。この

JIS は、FIA（フローインジェクション法）及び CFA
（連続流れ分析法）で水中のふっ素化合物をランタンア

リザリンコンプレキソン吸光光度法で測定するものであ

る。ISO 規格には、この方法によるふっ素化合物の定

量法が規定されていないため、ISO TC147（水質）SC2

に NWIP（新業務提案項目）を行ったところ、参加国

の投票の結果採択され、平成24年6月にパリで開かれた

TC147の総会で NWIP について議論が行われた。その

結果、JIS では FIA と CFA を一つの JIS としていた

が、ISO では FIA と CFA の二つに分けることになっ

た。また、スイスからの提案で CFA にイオン選択性電

極を検出法として付け加えることになった。その結論に

基づき、NWIP として提案した内容を FIA と CFA の二

つに分割してその案を事務局に送付した。事務局ではそ

の案を検討中であり、その結果を参照して WD（作業

文書）を作成する予定である。また、FIA では、試料

をマニュアルで蒸留してから測定する必要があるため、

蒸留を行ってくれる機関の検討を行った。また、研究室

間分析のために、蒸留した二つの試料の分析を国内機関

に依頼した。CFA では、分析操作中に蒸留も行われる

ので、二つの試料の分析を国内機関に依頼した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水質分析法、ふっ素化合物、標準化、 

ISO 

 

［研 究 題 目］実用放射温度計の校正・評価技術に関す 

る標準策定 

［研究代表者］石井 順太郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］石井 順太郎、山田 善郎、笹嶋 尚彦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 ものづくりや研究開発などの現場で使用されている2

色型放射温度計などの実用放射温度計は、トレーサビリ

ティの確保や校正・評価の技術基準が十分確立されてい

ない。そのため、測定窓の汚れや光路障害が問題となる

ものづくり現場などで多く導入されている2色型放射温

度計等について、固有性能の評価技術の開発、および単

色型標準放射温度計などを参照標準とした校正技術の開

発を行う。上記の成果を用いて、実用放射温度計の規格
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化・標準化の提案を目指す。 

 H24年度は、2色放射温度計の温度目盛校正技術の確

立を目的として、1000℃以下の温度領域においては、ヒ

ートパイプを用いた波長特性のない比較黒体炉による比

較校正試験を行うと共に、1000℃以上の高温域において

は、空洞放射率の波長依存性が事実上無視できる金属-

炭素共晶定点（Co-C 共晶点）と銅点を測定し、2色放

射温度計の校正における技術課題の実験的な検証を行っ

た。同時に新たなトレーサビリティスキームを提案し、

標準2色放射温度計の試作を開始した。これと併せて、

産総研が主導して学術振興会温度計測分科会の下に設置

したワーキンググループ（WG）において、放射温度計

メーカー及びユーザの双方において2色温度計利用に関

する実態調査を行い、2色温度計の性能評価・試験にお

ける現状調査と課題抽出に取り組むと共に、2色放射温

度計の規格化原案を作成するため、2色温度計特有の用

語・試験項目について技術的検討を行い、これらの項目

に関する規格案の骨子を作成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射温度計、2色温度計、標準化、評価、

校正 

 

［研 究 題 目］気中ナノ粒子測定器の精度保証に関する

標準化 

［研究代表者］榎原 研正（計測標準研究部門） 

［研究担当者］榎原 研正、櫻井 博、高畑 圭二 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 粒子数濃度が比較的高い領域で運転可能なエアロゾル

電流計を用いて凝縮粒子計数器の計数効率の濃度依存性

を決定し、これを用いて粒子計数器の計数効率を低濃度

領域で評価する方法を開発し、その不確かさ評価を行っ

た。また、約100 nm の標準粒子を基準に校正した電気

移動度分析器を用いて、30 nm から300 nm の範囲で粒

径が比較的よく揃った粒子の粒径分布パラメータを高精

度に決定する方法と、その不確かさ評価手順を確立した。

これらにもとづき、ISO/TC24/SC4における2つの規格

作成作業において中心的役割を果たし、凝縮粒子計数器

校正方法の規格（ISO 27891）を委員会原案へと進め、

また、光散乱式粒子計数器の規格（ISO 21501-4）の改

正にむけた作業原案の作成を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］エアロゾル、粒子、粒径分布、個数濃度、

電気移動度分析器、凝縮粒子計数器、光

散乱式粒子計数器、標準粒子 

 

［研 究 題 目］高分子の定量 MALDI 質量分析法の国際

標準化 

［研究代表者］衣笠 晋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］衣笠 晋一、高橋 かより、松山 重倫、

厚見 英里（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 MALDI-TOFMS（マトリックス支援レーザ脱離イオ

ン化飛行時間型質量分析）法は、合成高分子やタンパク

質の構造解析手法として多用されていきた。本研究では

これを定量的な手法として用いるために必要な基礎情報

と検討を行い、それに基づいた共同測定の実施と測定規

格素案の提案を行うことを目的とする。対象としては末

端基の異なるポリエチレングリコール（PEG）誘導体

の混合物を選び、MALDI スペクトルの面積比から質量

混合比が推定可能かどうかがポイントとなる。 

 前年度検討した結果をもとに、平成24年度では

MALDI-TOFMS のプレ共同測定を国内5機関で行った。

すなわち、平均分子量がともに約2000の PEG と PEG
モノメチルエーテル（PEG-mMe）の質量混合比を3：1、

1：1、1：3とした3つの混合試料に対して、PEG と

PEG-DMe のピーク面積比を各機関が提出し、その機関

間変動を見、国際共同測定として同様の共同測定が可能

かどうか検討した。その結果、PEG-mMe のほうが約

20%、 PEG よりもイオン化されやすく、また、

②MALDI のピーク面積比の機関間変動が標準偏差で10

～20%とほぼ満足すべき結果であり、共同測定手順の堅

牢さが確認できた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］MALDI-TOFMS、定量分析、共同測定 

 

［研 究 題 目］重錘形圧力天びんを用いた圧力校正技術

の標準化 

［研究代表者］小畠 時彦（計測標準研究部門） 

［研究担当者］小畠 時彦、小島 桃子、梶川 宏明 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 重錘形圧力天びんは、圧力を高精度に発生可能な装置

である。信頼性が高く、圧力校正の現場において、標準

器として広く用いられている。重錘形圧力天びんの校正

においては、通常、校正圧力ごとに参照標準器及び被校

正器の発生圧力を比較する。両重錘形圧力天びんの発生

圧力が等しいか否かを判断するための方法のうち、産総

研が開発してきた圧力計置換比較法の高度化を中心に開

発を進めた。これまで2台の重錘形圧力天びんの比較に

適用してきた方法を3台以上の圧力天びんに適用できる

よう開発を行い、成果を公表した。また、校正事業者や

ユーザが、実際の使用条件や環境などに応じて自ら重錘

形圧力天びんの発生圧力値の不確かさを評価できるよう

に、不確かさ項目の選択方法や評価方法を整理した。昨

年度改正原案を作成した JIS B 7610「重錘形圧力天び

ん」は、2012年10月に制定された。さらに、研究成果を

基に、校正や不確かさ評価のための技術情報を盛り込ん

だ「重錘形圧力天びんの使用方法及び校正方法」の JIS
原案を新たに作成した。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(435) 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］圧力標準、重錘形圧力天びん、使用方法

校正方法、不確かさ評価 

 

［研 究 題 目］JIS B7556気体用流量計の校正方法及び 

試験方法の改正 

［研究代表者］森岡 敏博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］森岡 敏博、寺尾 吉哉、石橋 雅裕、

舩木 達也（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 現行の気体用流量計に関する規格である JIS B 7556
「気体用流量計の校正方法及び試験方法」について、流

量測定におけるユーザの規格利用の向上のため、2011年

に改正された類似規格である JIS B 7552「液体用流量

計の校正方法及び試験方法」と整合性が取れるように改

正を目的として、メーカーを交えた原案作成準備会を3

回開催し、改正内容について議論してきた。また、改正

原案に反映させるため、現行版 JIS の使用状況や満足

度調査を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］気体流量、規格化、JIS、不確かさ、校

正、トレーサビリティ 

 

［研 究 題 目］遠心加速度校正に関する標準化研究 

［研究代表者］大田 明博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大田 明博、野里 英明、穀山 渉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車の衝突安全性能試験に使用される加速度計の計

測信頼性を確保するために、日本で従来まで広く利用さ

れてきた ISO 5347-7 遠心加速度校正法の廃案が審議

され、反対を唱える日本に対して不確かさを含めた規格

改訂案の提案が要求されている。 

この規格改訂案では、衝撃加速度校正を主とする欧州

をはじめとする諸外国勢を説得するために、遠心加速度

校正に関する不確かさ評価、及び、衝撃加速度校正と遠

心加速度校正との整合性検証を行い、それら結果を反映

した規格改訂案を作成することが必要とされる。 

そこで、本研究では、遠心加速度校正装置の民間製造

事業者、そのユーザである民間事業者、産総研が協力し

て、本改訂に係る不確かさ評価及び整合性検証のための

ラウンドロビンを実施し、その結果をとりまとめ、規格

改訂案に反映する。 

初年度である平成24年度は、ラウンドロビンに使用す

る加速度計評価に対応可能なレーザ干渉計を衝撃加速度

校正装置へ導入し、その復調信号処理の開発を含めて、

最適化を図った。 

 また、ラウンドロビン参加民間事業者との説明打合せ

を行い、ラウンドロビンで使用する加速度計の仕様、校

正条件の決定を行うために実施すべき予備実験の項目を

検討した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］遠心加速度、衝撃加速度、ISO 5347-7、 

ラウンドロビン、不確かさ評価 

 

［研 究 題 目］高電圧直流給電対応スマートモニタリン

グシステム DC-Smart Energy 
Monitoring System(SEMS))の開発 

［研究代表者］堂前 篤志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］堂前 篤志、金子 晋久 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、電力の供給は、そのほとんどが交流で行われて

いる。しかしながら、電力を消費する家電製品や IT 機

器では、供給された交流電力を直流電力へ変換してから

使用している。この交流から直流へ変換する際に生じる

電力ロスを減らし、さらなる節電を推し進めるため、直

流による電力供給（直流給電）の実用化に向けた研究・

開発が世界全体で活発に行われている。本研究では、よ

り節電効果が見込まれる高電圧を利用した直流給電（高

電圧直流給電）において、信頼性の高い使用電力の見え

る化を実現するため、高電圧直流給電に対応した電力モ

ニタリングシステムの開発を目指す。 

 本年度は、モニタリングシステムの高信頼化の要とな

る基準信号回路を構築し、その評価を開始した。また比

較的安価で高い精度が期待できる高電圧対応測定技術を

考案し、その実証に着手した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］直流電力、直流給電、電力モニタリング、

見える化、高信頼化 

 
［研 究 題 目］産総研物質・材料 DS ポータルの整備 
［研究代表者］松永 猛裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］薄葉 州、秋吉 美也子、岡田 賢 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 RIO-DB「化学物質の爆発安全情報データベース」は

世界的にも例が少ない化学物質の爆発危険性を情報発信

するものである。今年度から、「分散型熱物性データベ

ース」と「有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）」と統合し、一つの総合的なデータベースと

して運用できるような作業を開始した。このために、ト

ップページを全面的に更新した。また、各データベース

の構造を見直し、データも追加し続けている。平成25年

2月には公開以来、10万件のアクセス数を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］爆発、データベース、物性、危険物、情

報、標準 
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［研 究 題 目］産総研物質・材料 DS ポータルの整備 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、山下 雄一郎、山田 修史、

渡辺 博道、阿子島 めぐみ、 

八木 貴志、阿部 陽香 

（常勤職員6名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研物質材料系データバンク構想の下、複数のデー

タベースが参画し、それらデータベースを横断的に利用

できるポータルサイトの開発を行った。具体的には、物

質材料閲覧の窓口となる周期律表をベースとした物質材

料検索機能、参画データベースを対象とした横断検索機

能を開発した。さらに物質材料ポータルサイトのデータ

は Linked Data に対応した RDF 形式で出力することが

可能である。 

物質材料系データバンクの参画データベースである熱

物性データベースにおいては、モリブデン薄膜、タング

ステン薄膜などの、26種類の固体材料熱物性データセッ

トを固体材料の熱物性標準を担当する熱物性標準研究室

において取得し、信頼性を評価した上で分散型熱物性デ

ータベースに収録し、インターネットを介して公開した。

文献調査によりビスマステルル系熱電変換材料を主体と

する約100件の熱物性データを新規に収録した。さらに、

X 線回折スペクトルやラザフォード後方散乱スペクトル、

オージェ電子スペクトルなどのスペクトルデータの収録

を可能とする機能を開発した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］物質・材料ポータル、横断検索、データ

ベース、知的基盤 

 

［研 究 題 目］先進製鉄プロセス温度モニタ技術開発 

［研究代表者］石井 順太郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］石井 順太郎、山田 善郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては製鐵プロセスに適用可能な鋼板測温

技術となりうる新たな放射率補正手法を検討し、実用化

を目指す鉄鋼メーカーとの共同研究の提案を目的とする。 

 測定対象となる鋼板表面の光学特性評価を実施した。

中高温域分光放射率測定システムを改造、FTIR に加え

グレーティングモノクロメータによる測定も可能にし、

より波長の短い近赤外域の分光放射率が測定できるよう

にし、鋼板分光放射率測定を実施した。3種類の変角分

光反射率測定システムを用いて鋼板反射特性評価を行っ

た。ここで得た知見を元に、当研究室で半導体プロセス

向けに実績のある放射率補正方法をベースに検討を行い、

鋼板表面のような粗さの影響が大きい対象により適した

新たな手法を試験した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射温度計、放射率、鉄鋼プロセス、プ

ロセス計測、鋼板温度制御 

 

［大 項 目 名］標準基盤研究 

［研 究 題 目］イオン検出器の広域ダイナミックレンジ

における検出信号の較正手順の標準化 

［研究代表者］野中 秀彦 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］野中 秀彦、中村 健、鈴木 淳、 

藤原 幸雄（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 二次イオン質量分析法（SIMS）などに利用されてい

るイオン検出器は、イオン1個を検出可能なほど高感度

であるが、現在の先端産業における多様な材料の組成分

析では、大きな入力信号に対して飽和が起きるため実際

の組成を反映した信号が得られないなど、広い測定レン

ジに対する正しい較正手法の確立が急務となっている。

本課題では、検出信号の定量化に向けて、検出器の感度

が極短時間だけ消失することを仮定した死時間モデルで

代表される各種補正モデルを検証・比較を行い、最適な

モデルによる較正手法を開発し、その手順を国際規格化

することを目的とする。そのため今年度は、中間拡張死

時間モデルについて、VAMAS の組織を利用して6ヶ国

12機関で国際ラウンドロビンテスト（RRT）を実施し

た。複数の異なる装置で SIMS 計測を行い、同モデル

の優位性の確認と適用限界などの課題の抽出を行った。

それと並行して ISO/TC 201/SC 6（平成24年10月）の

Tampa（アメリカ）会議に ISO 委員を派遣し、RRT の

手順書に基づいた規格素案の発表を行い、国際 RRT の

結果を検討の上、新規課題提案と WD 登録を行うこと

が決定した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］SIMS、イオン検出器、ホウ素、ヒ素、

デルタドープ試料、信号強度、飽和現象、

中間拡張死時間モデル、標準化 

 

［研 究 題 目］超ハイブリッド微粒子製造プロセスの工

業技術確立と二酸化炭素霧化技術との融

合 

［研究代表者］鈴木 明（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］鈴木 明、川﨑 慎一朗 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

川研ファインケミカルが保有する複数形状のベーマイ

トゾルを原料とし、東北大学のシーズである超臨界水雰

囲気での有機修飾技術の実験的検討を行った。ベーマイ

トゾルは柱状、針状と結晶形態の異なるものを選んだ。

有機膜内にフィラーとして混合した際の有機膜の割れ抑

制効果を針状結晶には期待される。また、有機修飾材は

ヘキサン酸とアジピン酸を用い、オートクレーブで有機
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修飾実験を行った。その結果、針状結晶でアジピン酸を

用いた場合、粒子がヘキサン相へ溶解し、疏水化処理が

されていることが分かった。今後、東北大学の連続装置

を用いて連続合成実験を行う予定である。一方、BKY
製の有機溶媒中に均一に分散されたナノ粒子分散液を、

UV 硬化型塗料に混合して成膜実験を行ったところ、粒

子の沈澱、凝集なく均一な成膜を得た。この結果より、

有機溶媒中に均一分散が可能なナノ粒子分散液を作成で

きれば、均一な膜は得られることが確認された。今後、

連続合成及び塗料化の検討を行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界水、二酸化炭素、ナノ粒子 

 

［研 究 題 目］｢圧密粉体のせん断特性の測定方法｣の海

外規格や ISO 化に対する対応と技術相

談 

［研究代表者］高尾 泰正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］高尾 泰正（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 平成22年度末から行われた国際標準部の規格標準制定

事業「圧密粉体のせん断特性の測定」で実施された研究

開発における課題を解決し、測定方法の規格の具現化と

JIS や ISO 化を達成することを目的とする（1年計画）。 

 結果、平成24年度は JIS・ISO の前段階として、学協

会の規格化を達成した。第二段階として、協会内に JIS
化推進委員会を立ち上げ、JSA（一般財団法人日本規格

協会(JSA)）への申請と H26.4/1～翌3/31の JIS 化ス

キームへの採択をめざし、ラウンドロビン測定などを計

画している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 

［キーワード］せん断力、付着性、流動性、粉体層、規

格標準 

 

［研 究 題 目］金属の腐食抑制を可能とする高耐久性表

面処理技術の開発 

［研究代表者］穂積 篤 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤、浦田 千尋 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでの表面処理は、最表面を覆っている分子や塗

膜が剥離してしまうと、その箇所を基点に機能の劣化が

進むという問題点があった。生物体表面は常にプラント

ワックス等の分泌物を徐放し続け、組織を再生すること

で常にフレッシュな表面状態を保持している。本研究で

は、生物体表面の織りなす特異なマイクロ・ナノ構造や

化学表面・界面に起因する驚異的な濡れ現象（はっ水性、

はつ油性、自己洗浄性、親水性）および自己治癒機能を

模倣した機能性表面の創製を目指す。平成24年度までの

進捗状況は以下の通りである。 

 シリコンアルコキシド、構造規定剤として鎖長の異な

るアルキルシラン、防錆剤を用いて透明な前駆溶液を調

製した。当該溶液を各種金属基板上にスピンコートし、

室温放置することで透明性に優れた層状ハイブリッド皮

膜を作製することに成功した。この層状ブリッド皮膜表

面は優れた防食性を示し、例えば、自動車用鋼板にコー

トし、皮膜をクロスカット後に24時間、塩水に浸漬して

も腐食が進行しないことが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］防汚／防錆性、層状化合物、動的濡れ性、

自己治癒材料 

 

［研 究 題 目］研究情報の公開データベース化事業 

（RIO-DB） 

［研究代表者］杉山 豊彦 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］杉山 豊彦、大橋 優喜、楠本 慶二 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研に30数万点の釉薬テストピースが保管されてい

る。それらのテストピースは陶磁器試験所以来の90年以

上の陶磁器研究の過程において作成され、研究過程とそ

の結果が見える形で残された貴重な資料である。この資

料から研究情報を抽出し体系的に整理して、産業や新規

研究開発に有効活用することを目的としてデータベース

構築を行っている。平成24年度は、テストピース全体の

再整理とデータベース構築作業に用いるシステムの整備

を行った。また、新規データ作成を継続して進め、イン

ターネット上に公開しているセラミックカラーデータベ

ースに新規データの追加を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、陶磁器、釉薬、発色、デ

ータベース 

 

［研 究 題 目］構造部材への機能性表面創成技術の研究 

［研究代表者］穂積 篤 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］穂積 篤、浦田 千尋 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 はつ油処理は、指紋付着防止、フラックス這い上がり

防止、包装容器の油残り防止等、幅広い産業分野で実施

されている。一般にはつ油処理は、テフロン®に代表さ

れる有機フッ素化合物（低表面エネルギー材料）の使用

に依存しており、本用途に向けた多種多様な有機フッ素

化合物が開発されてきた。しかしながら、近年、有機フ

ッ素化合物の製造に必要な原料（蛍石）の価格高騰や、

長鎖パーフルオロアルキル含油有機フッ素化合物の人
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体・環境への悪影響が懸念されており、本物質群に対す

る規制も年々厳しくなっている。このような現状を受け

て本研究の担当者は、これまで、表面分子の駆動性を上

げることで、表面の動的な濡れ性（滑液性）を向上させ

ることを試みてきた。平成24年度はアルキル基鎖長が動

的はつ油性、耐熱性に及ぼす影響を明らかにした。はつ

油性能は、原料のアルキルシランの鎖長に依存しており、

鎖長が十分に短い場合のみ、塗膜ははつ油性を示した。

特に、メチルトリアルコキシシランを原料に用いた塗膜

は、有機フッ素化合物を用いたはつ油皮膜と比較して、

同等以上の耐熱性（空気中で350℃以上、油浴中で250℃

以上）を示すことが明らかとなった。また、本塗膜は、

従来の有機フッ素化合物を用いた塗膜と異なり、過熱に

より有毒ガスを発生しないため、安全性の高い耐熱性は

つ油塗膜としての利用が期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］耐熱性、はつ油性、滑油性、ハイブリッ

ド、動的濡れ性 

 

［研 究 題 目］高減衰能と易成形性を具備したマグネシ

ウム合金部材の開発 

［研究代表者］千野 靖正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］千野 靖正、鈴木 一孝、湯浅 元仁 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 研究者は、これまでに、純マグネシウムに近い組成の

Mg-Mn 合金を対象として、加工熱処理プロセスにより

集合組織を制御することで、純マグネシウムに準ずる減

衰能（純 Mg の60～70%の減衰能）と汎用アルミニウム

合金に迫る室温成形性（エリクセン値7.8）を付与する

ことに成功している。なお、上記合金は優れた減衰能を

示すものの、その室温成形性は汎用アルミニウム合金と

比較して未だ劣っており、実用化に向けてさらなる特性

改善が求められている。本研究では、Mg-Mn 合金より

も優れた特性（室温成形性、減衰能）を示す新合金を創

製することを目指す。 

 平成24年度は、純マグネシウムに微量の軽希土類元素

を添加した合金（Mg-0.2wt%Ce 合金）を対象として、

当該合金の室温成形性を改善する加工熱処理プロセスを

検討した。その結果、高温焼鈍と温間圧延を繰り返す加

工熱処理プロセスを Mg-0.2wt%Ce 合金に適用すると

当該合金板材の集合組織形成が著しく抑制され、アルミ

ニウム合金に匹敵する室温成形性（エリクセン値：

8.0）が発現することを見出した。また、当該合金の制

振特性（内部摩擦）を測定したところ、純マグネシウム

の約50%の減衰能を示すことを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マグネシウム合金、集合組織、成形性、

制振性、圧延 

［研 究 題 目］塑性加工用マグネシウム圧延板材の評価

方法に関する JIS 開発 

［研究代表者］斎藤 尚文 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］斎藤 尚文（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在 JIS 化を目指して作業中のマグネシウム合金圧

延板材の曲げ試験法にラウンドロビン試験を実施し、各

機関での結果を比較検討した。 

 供試材は、市販の AZ31（Mg-3%Al-1%Zn）マグネシ

ウム合金圧延板（板厚1.5mm および2.0mm）である。

ラウンドロビン試験（室温曲げ試験）は、産業技術総合

研究所および三つの公設試験研究機関（茨城県、長野県、

広島県）で実施した。 

 曲げ限界値の精度を考慮すると、各機関での結果のば

らつきは少なく、本試験法の妥当性が証明された。今回

の材料は、曲げ試験後に生じた割れが比較的明瞭であっ

たことも、各機関での結果のばらつきが少なかった原因

と考えられる。今後、圧延以外の方法（押出し）で作製

したマグネシウム合金を対象にして、今回と同様のラウ

ンドロビン試験を行うことを検討する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 

［キーワード］マグネシウム合金、圧延板材、曲げ試験、

日本工業標準規格 

 

［研 究 題 目］粉体の流動性 

［研究代表者］高尾 泰正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］高尾 泰正（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 セラミックス粉体層の示す特性の測定技術と評価装置

について研究・開発と、その標準化を行う。付着性・流

動性などセラミックス粉体層せん断特性の新規な検出法

の開発と評価装置の製品化、JIS など標準化を達成する

（3年計画）。 
 国内外の主な測定技術・評価装置のメーカー・ユーザ

ー・学識経験者からなる規格委員会を作り、JIS 化に必

要な基本的操作条件の明確化と標準試験（ラウンドロビ

ンテスト）を実施した（H24年度＝3年目）。 

 その結果、粉体工学会の外部団体である（一般社）日

本粉体工業技術協会（主に標準粉体の頒布機関として機

能）において、規格として制定された。 

http://www.appie.or.jp/news/2013/SAP%2015-13-2013.pdf 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 

［キーワード］せん断力、付着性、流動性、粉体層、規

格標準 
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［研 究 題 目］地理空間情報メタデータおよび WEB 配

信方式の国際標準策定 

［研究代表者］小島 功（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小島 功（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、国際標準化フォーラム組織 OGC（Open 
Geospatial Consortiaum）が策定する地理空間情報の

メタデータ（データに関連する情報）の検索と Web 配

信方式の標準規格に対し、ソフトウェアの実装や経済省

の衛星データへの適用に基づき改善点を OGC に提案し、

新たな仕様の策定（Catalog Service 3.0）に貢献する

ものである。OGC 標準は、ISO TC211（あるいは

ISO/IEC JTC1など）へ持ち込まれてデジュール標準と

なり、最終的に JIS 化されるのが通例になっており、

本研究成果も同様の展開が期待される。3年計画の2年目

にあたる H24年度は、以下のような研究開発を行った。 

 １）ソフトウェアの開発及び経産省衛星データへの適

用：提案予定の機能に準拠した独自ソフトウェアの開発

と改良を続けた。開発はおおむね完了し、産総研が研究

開発を行っっている地球観測データのプラットフォーム

GEO Grid 上での運用を開始して実用化を行うと共に、

外部機関での採用を図るなど広報につとめた。具体的に

は、生物多様性にかかるインディアナ大学のメタデータ

カタログ等へ試験提供を行い、フィードバックを得た。 

 ２）仕様改善点の検討と規格提案等の標準化活動：さ

らに高速な処理を行うため、分散処理やインターネット

検索との連携の部分において仕様の改善点の検討を進め

ると共に、OGC のカタログサービスのワーキンググル

ープへの参加・発表を通して、本仕様に関わる問題の洗

い出しや仕様の周知に努めた。ワーキンググループでの

仕様とりまとめ完成は25年度に引き続き行われる。仕様

策定と並行して、仕様を実装したソフトウェアについて

複数機関での相互運用試験を行うことが予定されている。

また、OGC の技術委員会そのものの日本誘致を行うべ

く、26年度（2014年）に東大が主催する形で開催するた

めの活動に協力した。引き続き日本開催における協力お

よび支援を行う予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］地理空間情報、メタデータ、OGC 
 

［研 究 題 目］FPC および関連製品のめっき表面の外

観検査法の標準化 

［研究代表者］野中 一洋 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］野中 一洋、古賀 淑哲、李 雪峰、 

蒲原 敏浩、檜田 龍美 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 金めっきは電子回路基板、各種電子部品など、多くの

製品に使用されているが、ムラ、シミ等の表面性状の異

常検出については、現在、目視検査を中心に実施されて

いる。このため、検査者の熟練度の違いや疲れなどによ

って検査結果がばらつき、これが製造メーカと製品ユー

ザ間での品質に関するトラブルや過度の不良発生等の原

因にもなっている。これらの問題を解消し、製品の信頼

性を向上させるには、客観的検査基準を整備する必要が

ある。これは、目視検査者の負担軽減、育成にも貢献す

る。グローバル化に関しては、フレキシブルプリント回

路基板（FPC）では、アジアを中心とした製品製造の

海外シフトが進んでいる。ここで、日本人のきめ細かな

感性に検査方法を適合させていくことによって、海外製

品に対する日本製 FPC の品質優位性を確保できる。ま

た、日本企業の FPC 調達に際して、粗悪品の排除も容

易となる。我々は、これまでにマイスター型連携研究と

して、FPC 金めっき（金パッド）の光沢ムラ検査技術

の開発に取り組み、光学的手法によるムラの自動検出お

よび数値化技術を開発し、汎用性の高い小型検査装置を

試作している。本検査法の標準化推進によって、検査装

置としての需要拡大も期待でき、国内装置メーカの競争

力向上への貢献も期待できる。 

本研究では、FPC 金めっき微細パッドに対応する外

観検査法の業界規格化を早期に実現すると共に、種々の

材質・製品のめっき表面に対応する外観検査法として段

階的に検査対象を拡大する。最終的には、種々の材質･

製品に対応する外観検査法として、内容を段階的に拡大

した規格化を行い、IEC 国際標準化提案を目指す。 

平成24年度では、検査装置のデモ機を作製して関係の

メーカ等を訪問し、種々の製品基板の金めっき部位の光

沢ムラ検査を実施した。光学系の改良によって、微小サ

イズ（～1mm）の金めっき部位の評価の可能なことを

確認した。また、デモ機の展示会や公開研究会等への出

展等を通じて、本検査技術の紹介と標準化への取り組み

を広く外部にアピールして、関連企業等との連携を進め

た。さらに、関係学会の標準化に関する委員会で本提案

を紹介し、基盤となる研究会の立ち上げを準備した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］プリント回路基板、金めっき、光沢ムラ、

外観検査、標準化・規格化 

 

［研 究 題 目］暗号モジュールの安全性評価国際標準化

および制度運用に向けた評価プラットフ

ォーム開発 

［研究代表者］坂根 広史 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］坂根 広史、佐藤 証（ナノエレクトロ

ニクス研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 IC カードや、携帯電話を始めとする様々な情報機器

への暗号の利用が急拡大している。しかしながら使用さ

れる暗号アルゴリズムが堅牢であっても、電磁波や消費
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電力波形を解析することで情報を盗み取るサイドチャネ

ル攻撃のリスクが存在する。そのため種々の対策技術が

開発されているが、対策が情報機器上で有効であること

を確認するためには信頼のおける評価試験・認定制度が

必要である。本研究では、サイドチャネル攻撃に対する

安全性の評価方法を規定する国際標準の策定作業に参加

するとともに、その標準制度の運用を念頭に置いた標準

評価プラットフォームの開発を進める。 

 ISO/IEC 19790は、暗号モジュールが守るべき安全性

要件を定めた国際標準規格である。そこに当初非侵襲攻

撃（サイドチャネル攻撃）に関する要件を追加する検討

が行われていたが、その要件部分を抜き出しさらに試験

手法記述を加えた ISO/IEC 17825が、2011年に米国標

準技術研究所（NIST）と日本の情報処理推進機構

（IPA）により新たに提案された。その提案ドラフトは、

産総研情報セキュリティ研究センター（当時）が NIST
に提供した技術文書がもとになっており、その経緯から、

現在に至るまで ISO/IEC JTC 1/SC 27/WG 3定例会議

において ISO/IEC 17825の策定審議に参加している。 

 前述の標準規格に基づく評価試験・認証制度が運用さ

れることで、より安全な暗号製品の普及が期待されるが、

評価試験のためには信頼できる評価試験ツールの構築が

必要である。本研究では、ISO/IEC 17825の策定内容に

対応したツールの開発につなげるため、産総研ですでに

取り組んでいるサイドチャネル攻撃用標準評価プラット

フォーム SASEBO を用いた実験を進めたほか、新たな

プラットフォーム ZUIHO の開発予備研究を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号モジュール、サイドチャネル攻撃、

標準評価プラットフォーム、国際標準規

格 

 

［研 究 題 目］データベースの秘匿検索技術の開発 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、松井 俊浩、寶木 和夫、

渡邊 創、大岩 寛、縫田 光司、 

田中 哲、山口 利恵、松田 隆宏、 

Zongyang Zhang（セキュアシステム研

究部門）（常勤職員8名、他2名)、 

浅井 潔、清水 佳奈、広川 貴次、 

福井 一彦、津田 宏治、浜田 道昭

（生命情報工学研究センター） 

（常勤職員5名、他1名）、 

中村 良介、小島 功、中村 章人、 

的野 晃整（情報技術研究部門） 

（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 科学技術の知識を集積したデータベース（DB）は、

IT と他分野との融合が進む中で、急速にビジネス活用

の機会を増大させている。しかし、ここにはジレンマが

存在する。DB でビジネスをするためには、DB の内容

を秘密にしておく必要があるが、その DB を使ってみよ

うとする利用者は、自分の欲しいデータが記載されてい

ることを確認しておきたい。試しの検索を許せば、利用

者はそれだけで満足し、ビジネスが成立しない可能性が

ある。また、利用者の検索は、たとえば新機能物質の分

子構造のような利用者の興味対象を露見することになり、

DB の所有者に有利な情報を与えてしまいかねない。検

索を秘密にするために、DB 全体を利用者に渡すことは

極めて高価であり、契約が成立しない。これらを解決し、

科学技術成果の集積と DB ビジネスの健全な発展を期す

ためには、利用者が自分の検索対象を秘匿にしたままデ

ータ検索を行う技術の実現が急務である。そのような

DB の典型例に、創薬において利用される化合物 DB が

ある。 

 この問題に対し、産総研セキュアシステム研究部門と

同生命情報工学研究センターは、互いに連携し、化合物

DB に対するプライバシ保護検索技術の基本方式の設計

及びプロトタイプ実装、さらに、数学的安全性評価の大

部分を終えている。具体的には、次の二つの特長的機能

をもつデータ検索技術の研究開発を行ってきた。 

(ⅰ)利用者の検索内容を DB 側が一切知ることができな

い。 

(ⅱ)利用者側は自分の検索内容と十分に関連するデータ

項目の個数を知ることができるが、それ以外の情報は

一切知ることができない。 

 本技術の実用化に向けた課題は、次の(1)～(3)となっ

ている。 

(1) 大規模 DB に対しても実用的に機能する高速アルゴ

リズムの実現 

(2) 実利用されている DB での実証実験 

(3) 検索対象および検索条件の高度化、さらに、それを

安全に実現するための基盤的理論の整備およびビジネ

スモデルの確立 

 上記の目標に関し、本年度までに以下のような進捗状

況となっている。 

［課題(1)に対する進捗］  

・目標を超える高速化・効率化に成功した。 

・提案システムの安全性を数学的に厳密に証明した。特

に、悪意ある利用者や悪意ある DB が必要以上の情報

を得ることができないことを示した。 

・本提案手法に関し、特許申請を行った。 

［課題(2)に対する進捗］  

・上記プロトコルの試験実装を行い、欧州分子生物学研

究所（EMBL）が提供する化合物 DB ChEMBL に対

して適用し、従来技術に対して顕著な高速化や通信容

量圧縮を実証した。 

・創薬研究者であれば誰でも本システムを利用可能でき

るような、より直感的にシステムを利用できる GUI
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の作成を行った。 

［課題(3)に対する進捗］  

・提案技術を一般利用者に馴染みやすくアピールするた

め、当該技術を応用したスマートフォン電話帳データ

の共通要素の秘匿検索技術を開発した。この技術によ

り、電話帳の中身を相手に漏らすことなく、電話帳に

記載されている共通の知り合いを調べることができる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］秘匿計算、ゼロ知識証明、データベース

検索 

 

［研究題目］ダイヤモンドライクカーボン膜の密着性

評価の標準化 

［研究代表者］大花 継頼 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］間野 大樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ダイヤモンドライクカーボン（DLC）膜は低摩擦・

耐摩耗特性に優れた硬質のアモルファス炭素膜であり、

広く産業界に適応が始まっている。しかしながら、膜内

に残留応力をもち、しばしば皮膜のはく離が問題になる。

皮膜の基板への密着性は、自動車部品、情報機器部品、

医療機器等の用途によらず実用性の面から極めて重要な

特性である。従来、DLC 膜の密着性評価には、スクラ

ッチ法やボールオンディスク摩擦試験法などの評価法が

用いられているが、統一的な評価法は確立されていない。

そこで、DLC 膜密着評価のための適切な評価法や評価

条件について検討を行った。振動型摩擦摩耗試験機を用

いて、荷重を段階的に増加させながら摩擦特性を評価し

たところ、ある荷重で摩擦係数の急激な増加とともに皮

膜のはく離が観察された。荷重の増加速度の違いによっ

て、はく離する荷重に違いが見られ、摩耗量とはく離に

関連性があることが示唆された。ラウンドロビンテスト

等による評価とあわせて、新たな評価方法の提案につい

て検討を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］トライボロジー、皮膜、はく離、標準化、

評価法 

 

［研 究 題 目］パワーデバイス用セラミックス放熱基板

の機械的特性試験方法の標準化 

［研究代表者］宮崎 広行 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 広行、吉澤 友一、大司 達樹、

平尾 喜代司（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、セラミックス放熱基板の機械特性として

重要な「破壊靭性」と「破壊強度」を評価する手法を開

発する。セラミックス放熱基板の熱疲労特性試験におい

ては、破壊モード I のみならず、モード II の破壊靭性

が熱疲労特性を支配することが報告されている。どちら

のモードの破壊靭性測定法もバルク材を対象とした評価

手法しか存在せず、薄いセラミックス基板を測定するこ

とが困難であることから、薄いセラミックス基板に最適

な試験法の検討を行う。これまでの研究において、予き

裂導入破壊試験法（SEPB 法）の改良によりモード I の
破壊靭性の測定が可能であることが分かり、今後は、安

定した結果を生む測定条件などの詳細をさらに詰めてい

くことになる。 
 今年度取り組む「破壊強度」評価においては、きわめ

て薄いセラミックス基板でも精度良く測定可能な最適試

験法の選択を行う。具体的な測定法の候補として、セラ

ミックス強度試験において最も一般的である曲げ試験法

や、リングオンリング試験法、引っ張り試験法などが考

えられる。また、クラムシェル型試験法などの有効表面

積が大きく実用性の高い試験法についても検討する。薄

いセラミックス基板の強度評価においてはそれぞれ一長

一短があることから、各測定法につき簡便かつ再現性が

あるかを実験的に検証する。 

 「破壊靭性」と「破壊強度」のどちらにおいても、最

も有望な測定法においては、さらに、測定条件に関する

系統的実験データの整備を行い、試験形状を初め、測定

治具や試験環境などの最適化を行う。また、国際標準化

素案作成に向けて、素案における種々の規定のバックデ

ータとなる基礎データの整備を精力的に進め、素案の骨

格がほぼ定まった後に国際的なラウンドロビン試験によ

る再現性の検証を行う。上記開発目標を達成し、国際標

準提案の基礎となる2つの国際標準規格素案を作成し、

ISO の当該専門委員会（ISO/TC206｢ファインセラミッ

クス｣）へ提案することを最終目標としている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、放熱基板、機械特性、標

準化、パワーデバイス、窒化ケイ素、強

度、破壊靱性 

 

［研 究 題 目］CFRTP の高速・高効率加熱プロセス技

術に関する開発 

［研究代表者］堀田 裕司 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］堀田 裕司、今井 祐介、島本 太介、

村上 雄一朗（サステナブルマテリアル

研究部門）、多田 周二（サステナブル

マテリアル研究部門）（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 車体を軽量化し、燃費性能を向上させることが次世代

自動車に強く求められている。従来、自動車部材には鉄

やアルミニウム合金が使用されているが、比重が大きく

車体重量の大半を占めている。そこで、鉄よりも高剛性

などの機械的特性に優れ、アルミニウム合金の2/3の比

重という優れた軽量性を有する炭素繊維強化プラスチッ
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クの使用が検討されている。特に生産性の観点からマト

リックスを熱可塑性樹脂にした CFRTP の新規な高速・

高効率加熱プロセス開発が重要な研究課題である。本テ

ーマでは、炭素繊維がマイクロ波によって急速に加熱さ

れることに着目し、マイクロ波照射による CFRTP の高

速・高効率加熱プロセスの研究開発に取組んだ。

CFRTP の成型に於いては、マトリックス樹脂が融点近

くまで均一に加熱されることが重要である。そのため、

マトリックス樹脂に熱伝導性を付与した CFRTP を開発

し、マイクロ波による加熱状態を調査した。従来の

CFRTP では、マイクロ波加熱によって炭素繊維が急速

に加熱されるため、外見上 CFRTP は溶解した。また、

内部状態を観察すると、炭素繊維界面に密着していた樹

脂は分解・劣化し、繊維界面と樹脂は剥離することが分

かった。一方、熱伝導性を有したマトリックス樹脂を用

いた開発 CFRTP では、同条件でマイクロ波加熱しても

外見上に変化なく、且つ炭素繊維界面の樹脂は分解・劣

化することなく繊維表面に密着していることが観察され

た。つまり、熱伝導性をマトリックスに持たせることで、

マイクロ波によって加熱された炭素繊維から均一に樹脂

へ熱が伝わることが示唆された。これは、CFRTP の成

型に於いて、試料全体に均一且つ急速に熱が伝わること

を示唆するものである。本年度の研究から、高速・高効

率な加熱プロセスを実現可能とする樹脂特性として、マ

トリックス樹脂の熱伝導性が重要な因子であることが分

かった。また、本年度は、CFRTP 中の炭素繊維の配向

性などの繊維分布状態が、マイクロ波加熱に及ぼす影響

を調査するため、不連続繊維の繊維配向 CFRTP の作製

技術の開発に取組んだ。X 線 CT 並びに顕微鏡による観

察結果、90%以上の不連続炭素繊維が配向した CFRTP
の開発に成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］炭素繊維、熱可塑性樹脂、CFRTP、樹

脂劣化、繊維配向、マイクロ波、X 線

CT 
 

［研 究 題 目］触れずに掴むエアロダイナミック・スマ

ートグリップの開発 

［研究代表者］荒井 裕彦 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］荒井 裕彦、往岸 達也、澤田 有弘 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本課題は流体効果を利用した非接触吸着デバイスとそ

の応用に関するエネルギー技術研究部門と先進製造プロ

セス研究部門の融合・連携テーマである。先進製造プロ

セス研究部門では、数値流体シミュレーションによるデ

バイスの最適化を検討し、またロボットアームを含む能

動的ハンドリング制御技術を担当する。 

非接触吸着デバイスの数値解析を行うために、本年度

は先ず、計算サーバおよび利用ソフトの調達を行い、計

算環境を整えた。次にデバイスの CAD データを読み込

み、デバイス周辺に計算格子を生成し、各物理量の計算

点とその種別を自動判別するソフトを開発した。これを

用いてワークを固定した静的条件下で、2次元非圧縮性

流体に対するデバイスの計算を行い、コアンダ効果によ

る吸着力の発生原理とデバイスの幾何学的パラメータに

対する吸着特性を明らかにした。またワークの単純移動

問題に対し力学モデルを与え、この解析からワークの動

的特性に関し知見を得た。 

コアンダ効果を用いた非接触吸着デバイスで構成され

るロボットハンドのための軌道計画法を研究した。非接

触吸着ハンドと対象物の間の摩擦力はきわめて小さいた

め、吸着面に対して接線方向に対象物を拘束できない。

非接触吸着ハンドを傾けて重力と慣性力の接線方向成分

が釣り合うようにすれば、対象物の横滑りを防ぐことが

できる。そのために、ハンドの水平方向の加減速に応じ

て傾きの角度を変化させる搬送軌道を計画した。対象物

の1次元運動を模擬する擬似的なワークを試作してロボ

ットアームに装着し、搬送実験により横滑り抑制の効果

を検証した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］コアンダ効果、数値流体力学、ロボット 

 

［研 究 題 目］RT ミドルウェアの動的なコンポーネン

ト配置・設定（DDC4RTC）の標準化 

［研究代表者］ビグス ジェフ 

（知能システム研究部門） 

［研究担当者］ビグス ジェフ、中坊 嘉宏、 

堀 俊夫（デジタルヒューマン工学研究

センター）、安藤 慶昭、神徳 徹雄 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 多種多様なニーズに対応するオーダーメイド型の生活

支援ロボット産業の市場は萌芽期にあり、製品コストを

下げるためにもシステム開発効率の向上が求められてい

る。この問題を解決するために、ロボット技術をソフト

ウエア的にモジュール化して再利用性を高め技術の蓄積

を可能にする RT ミドルウエアのコンセプトを NEDO
プロジェクトにおいて示し、2008年に OMG においてロ

ボット用のコンポーネントモデル（RTC: Robotic 
Technology Component）標準を発行してきた。 

 平成24年度には、3回の技術会議に参加した。2012年6

月のケンブリッジ技術会議では、柔軟なロボットシステ

ムを構築する際に不可欠となる、プログラム実行時にお

けるシステムを構成するソフトウエアモジュールの動的

な組み替え、および、その設定パラメタを動的に変更す

ることを実現可能にする枠組みを定める標準仕様

「 DDC4RTC 」 が 採 択 さ れ 、 文 書 化 作 業 部 会

（DDC4RTC-FTF）が設立され、安藤氏が議長を務め
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ている。産総研で開発している RT ミドルウエアに提案

する機能を実際に組み込んだ参照実装開発を行うことで

仕様検証を進めている。2012年12月のバーリンゲーム技

術会議では、Robotics Information Day と呼ばれるワ

ークショップを開催し、13件の講演とデモを含む技術展

示を行い、34名の参加者を集め盛況に開催した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボットソフトウェア、標準化活動、動

的組込みシステム、RT ミドルウエア、

OMG 

 
［研 究 題 目］次世代シリコンデバイス設計環境の構築 

［研究代表者］昌原 明植  

（ナノエレクトロニクス研究部門） 
［研究担当者］昌原 明植、五十嵐 泰史、大内 真一 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研では各種デバイス開発が行われているが、デバ

イス技術は集積回路設計により初めて実用化されるもの

であり、デバイス研究と並行して回路開発を加速する必

要がある。新デバイスの回路開発には、高度な設計ツー

ルとそれを用いた設計環境の整備が必須である。次世代

デバイスとして開発されている FD-SOI（完全空乏型

Silicon On Insulator）は、高いデバイス性能を超低消

費電力で実現できることから、ロジック LSI として実

用化が始められている。FD-SOI トランジスタを用いた

集積回路では、回路設計の難度が高いアナログ・RF
（高周波）分野の検討が遅れている。この理由として、

アナログ・RF 用設計環境に必要なトランジスタや受動

素子（抵抗、インダクタ、キャパシタ）のシミュレーシ

ョンモデルとして、周波数特性を考慮した高精度なもの

が整っていないことが挙げられる。本プロジェクトでは、

FD-SOI を用いたアナログ・RF 回路設計環境の構築と

回路開発に向けた研究を行った。 
 平成24年度は、アナログ・RF 回路に適したボディー

タイ構造トランジスタのモデルパラメータを含めた整備

を行った。これにより、広い電圧範囲で高精度な回路動

作が必要なアナログ-デジタル変換器（ADC）などが実

現できる。 

 さらに、アナログ・RF 回路向けの FD-SOI 設計環境

を利用して、FD-SOI の特徴を活かせる分野の一つであ

るエネルギーハーベスティング技術への応用検討を行っ

た。具体的には、電波から DC 電圧を発生する RF-DC
変換回路を設計しチップ試作を行った。FD-SOI の特徴

を活かした新規回路の適用により、従来のバルクトラン

ジスタに比べて電力変換効率の高い RF-DC 変換回路が

実現できた。このチップを実装したデモボードを作製し、

無線温度センサーと組み合わせて、市販の無線 LAN モ

デムの電波を受けて発生した DC 電圧で無線温度センサ

ーが動作することを確認した。見守りセンサーなどへの

応用を検討している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］半導体、FD-SOI、設計環境、アナログ 
回路、高周波回路、RF-DC 変換回路、

エネルギーハーベスティング 
 
［研 究 題 目］【FS】光電子融合集積回路開発プラット

フォーム 

［研究代表者］森 雅彦 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］森 雅彦、堀川 剛、榊原 陽一、 
岡野 誠、古屋 克己、亀井 利浩 
（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
 将来の情報通信機器の高性能化、小型化、省電力化、

低コスト化に資することを目指し、電子回路等の他のデ

バイス上に3次元光回路作成が可能な、水素化アモルフ

ァスシリコン（a-Si:H）光回路のプラットフォームを構

築する。これによって、シリコンフォトニクスの大規模

光回路および、産総研で開発した a-Si:H 技術および3次

元光回路の産業界への展開が可能となる。 

研究計画： 
 つくば西事業所スーパークリーンルーム産官学連携棟

（SCR 棟）に設置済みの既存プラズマ化学気相成長

（CVD: Chemical Vapor Deposition）装置を改造、水

素化アモルファスシリコンの製造を可能とし、フォトニ

クス研究に必要な諸特性を満たす成膜条件を明確にする。

平成24年度は装置改造の仕様を決定し、改造に着手する。 

研究進捗状況： 
 水素化アモルファスシリコン成膜に必要な装置の仕様

を検討、確定し、これを満たす SCR 内の装置および、

改造仕様を確定した。同時に、装置改造に伴うガス導入、

排気系に関する配管、安全対策等の検討を行い、必要な

導入設備を決定した。本装置は最大300mm ウェハ対応

であるが、同時に100mm や200mm ウェハにも対応可

能であり、SCR の100mm ラインを用いたプロジェクト、

共同研究等にも多大な貢献が期待される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］シリコンフォトニクス、アモルファスシ

リコン、光回路、大規模集積、3次元光

配線、プラットフォーム 

 
［研 究 題 目］革新的次世代 TCAD プラットフォーム

の開発 

［研究代表者］福田 浩一 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］伊藤 智、池上 務、越本 浩央 

宮崎 剛英、石橋 章司 

井上 靖朗、鈴木 爾 
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（常勤職員5名、他3名） 
［研 究 内 容］ 

 産総研では、つくばイノベーションアリーナ（TIA）

拠点として、多くの最先端半導体デバイスが研究開発さ

れている。Technology CAD（TCAD）は物理モデルに

基づいて半導体デバイスの電気特性を予測する計算機シ

ミュレーション技術で、仮想実験によって研究開発を加

速するためのキー技術である。最先端デバイス開発では、

ナノスケールの微細化や新材料の導入に加え、パワー、

フォトニクスなど目的の多様化にも対応できる、新しい

TCAD システムが必要とされており、産総研は各部門

のシーズを結集して組織的に取り組んでいる。パワーデ

バイス分野では大領域の3次元解析が必要であり、並列

クラスタ計算手法を応用して、TCAD の行列ソルバー

で従来の最大100倍の大規模・高速化を達成し、産業界

に提供した。ナノデバイス分野では新材料を用いたデバ

イスの特性予測を行うため、第一原理計算の結果を

TCAD に反映する研究に着手、トンネル FET をターゲ

ッ ト に検 討を 実施 した。 併 せて トン ネ ル FET
（TFET）の解析が可能な新しい TCAD モジュールを

開発し、FIRST プログラム Green Nano-electronics 
Center （GNC）に提供、GNC ではそれによって

TFET のデバイス設計に関する多くの知見を得た。

GNC は TCAD で得られた知見を元に、回路シミュレー

ション用の素子モデルも開発し、TFET の回路応用に関

する研究も可能にした。LSI 回路については、リソグラ

フィ工程後の微細パターン形状を反映した回路特性の計

算を可能にし、フィン型トランジスタ（FinFET）の

Static RAM （SRAM）回路上の課題を明らかにした。

フォトニクス分野では、光シミュレータと TCAD を結

合し、フォトダイオードの解析を可能にした。計測分野

では、走査型トンネル顕微鏡（STM）やラマン分光測

定の TCAD シミュレーションを実現し、ナノスケール

の計測精度向上に貢献した。このように産総研内外の研

究開発のキーインフラとして、本 TCAD プラットフォ

ームが多くの成果を出し始めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］計算論的デバイス設計、テクノロジー

CAD、計算機シミュレーション、トン

ネル FET、パワーデバイス、ナノデバ

イス、フォトニクス 

 

［研 究 題 目］ナノ材料の用語・計測手法に関する国際

標準化 

［研究代表者］阿部 修治（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］阿部 修治、藤本 俊幸 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 国際標準化機構（ISO）のナノテクノロジーに関する

専門委員会 TC229に日本が提案する規格原案作成及び

標準化活動において、用語と計測手法の観点から検討を

行い、主に用語・命名法の作業グループ（JWG1）と計

量・計測を担当する作業グループ（JWG2）の活動に貢

献することを目的としている。本年度は2012年6月にイ

タリア、2013年3月にメキシコで開催された TC229会合

に出席し、規格原案の討議に参加した。JWG1では、ナ

ノテクの基本用語に加え、ナノ物体、ナノ薄膜、ナノ計

測、ナノ製造、ナノバイオ、量子現象などの用語に関す

るエキスパート討議に参加し、原案作成に貢献した。

JWG2では、日本が技術的に優位でありかつ標準化の需

要が高いカーボンナノチューブ等を対象とした規格作成

に重点を置いて活動し、日本から提案した規格（標準仕

様書、標準報告書）のうち、4件の発行を昨年度までに

達成し、今年度はさらに、日本提案によるテストマテリ

アルに関する標準仕様書について、TC229委員会投票で

原案が承認され、イタリア会議において投票コメントを

取り入れた修正の審議を行った結果、最終版の合意が得

られ、2013年の早い時期に ISO より発行の見込みとな

った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ材料、用語、計測手法、標準化 

 

［研 究 題 目］【FS】高感度半導体ガンマ線カメラの実

証研究 

［研究代表者］時崎 高志（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］永宗 靖、時崎 高志、太田 敏隆、 

馬 莱娜、橋野 健、鈴木 元史、 

菊地 克弥、渡辺 直也、青柳 昌宏 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染は広い

範囲に亘っており、効率的な除染のためには高精度かつ

高速な汚染状況の把握が必要とされている。一度に広範

囲の測定が可能なガンマ線カメラは非常に有効な手法で

あると考えられるが、従来の装置では低感度、機械的な

脆弱性、高価などの問題があった。 

 我々は、産総研独自の超低ノイズ増幅回路技術、およ

び半導体実装技術を活用・融合することにより、大量生

産によって低価格化が可能ではあるが、低感度であるた

めに利用が難しいと思われてきた半導体素子を高感度な

ガンマ線検出器として用いる新規のガンマ線カメラを提

案し、実用化に必要な機能の原理実証を行った。 

 半導体素子の実装方法の改良を行い、一定面積の受光

面を有するガンマ線検出器モジュールにおいて従来の半

導体素子よりも高い感度が得られることを確認し、従来

の高価なガンマ線カメラ用検出器との置き換えが可能で

あることを実証した。また、複数の検出器モジュールを

2次元的に配置してカメラを構成することにより、ガン

マ線強度画像が得られることを原理実証した。さらによ
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り多くの検出器モジュールからのガンマ線信号と撮影範

囲を示すためのテレビカメラ信号を取得して、その合成

画像からガンマ線強度分布が表示できる電子回路・ソフ

トウェアを開発中である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ガンマ線検出、半導体検出器、放射能汚

染、超低ノイズ増幅、半導体実装技術 

 

［研 究 題 目］熱エネルギーを自在に操るための材料開

発（先進製造担当分） 

［研究代表者］近藤 直樹 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 直樹、大司 達樹、吉澤 友一、

福島 学、長岡 孝明、堀田 幹則、 

北 憲一郎、安岡 正喜、小塚 晃透、

安井 久一（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

有効利用されず捨てられている「未利用熱」を有効利

用するために、熱エネルギーを自在に操るための材料開

発を行うべく、技術調査とスクリーニング試験を実施し

た。 

熱処理工場・製鉄所などの熱消費型プラントにおける

中・高温排熱の実態調査を行い、熱源や熱収支を数値デ

ータ化するとともに、未利用熱を効果的に活用する方策

を吟味した。調査対象製造産業（金属産業、窯業、自動

車産業等）における2010年度の排熱量は約926,678TJ と

推定され、鉄鋼産業における排熱量が最も多い。鉄鋼産

業のスラグ顕熱（高炉一貫製鋼）や溶解炉排ガス顕熱

（電気炉製鋼）、窯業分野の炉体放散熱・炉材蓄熱、自

動車産業の溶解（・保持）炉排ガス顕熱（鋳造・ダイカ

スト部品）等の有効利用（または低減）が必要とされ、

このためには、熱電発電システム、高性能断熱材、蓄

熱・熱輸送システム等の開発、実用化が求められる。 

中高温用の無機系断熱材料技術の調査では、高温熱消

費型プラントに用いられる断熱材の調査を行った。炉壁

からの熱放散を防ぐために断熱性が高く、蓄熱を減らす

ために低熱容量で、強度が高いファイバーレスの断熱材

が求められていることが解ったが、断熱性と強度は相反

する特性であり、これまで両者を満足する実用的な断熱

材はなかった。しかし、近年、これを満たす可能性のあ

る新規多孔体も発表されつつあることが判明した。 

無機系蓄熱材料技術の調査では、200℃以上の高温域

で使用できる無機系蓄熱材料技術に関する技術調査を行

った。溶融塩を用いた蓄熱技術の実用化のための課題と

して、実用段階の硝酸塩系では温度不足であり、フッ化

物系、塩化物系、炭酸塩系などを用いて作動温度を高温

化するとともに、これら溶融塩の腐食環境に耐える耐食

性材料の開発が必要であることがわかった。また、化学

反応系蓄熱を実用化するためには、蓄熱密度・反応速度

の飛躍的な向上と実用レベルの耐久性（数万サイクル）、

および、効率的な反応容器の設計が必要であることがわ

かった。 

熱音響変換技術の調査では、熱音響システムに関する

現状と市場形成の可能性や技術開発効果について調査を

行った。現状の熱音響システムについての利用可能温度

としては200℃～450℃が現在効率よく利用可能であり、

熱音響エンジン、冷凍機およびリニア発電機が近々のタ

ーゲットとしてあげられる。現状で熱音響変換システム

においては既存の材料が使用されているが、新規材料の

開発等によって変換効率を高められる可能性が高いこと

が解った。 

無機系蓄熱材料のスクリーニングでは、溶融塩蓄熱用

容器の候補素材としてセラミックス材料（Al2O3，

SiC）を選定し、これらの塩化物系溶融塩に対する耐食

性に関する基本データを取得した。容器向け材料には、

長時間の腐食環境下でも外観、表面粗さ、強度の低下と

ばらつきが生じないことが求められる。この観点から、

塩容器向け素材として、Al2O3が優れていることを示し

た。また、溶融塩の低熱伝導解消のため、溶融塩中に混

合できるセラミックスフィラー（Al2O3，SiC）の基本

データを取得した。フィラーの添加により熱伝導改善効

果があること、蓄熱量と熱伝導を両立するには、SiC 粗

粒やアルミナ板状粒の添加が優れていることがわかった。 

熱音響システムは、熱と音響のエネルギ変換システム

である。直線管にスピーカから音波を放射して、管中に

定在波音場を生成する実験装置を試作した。管中に多数

の微細孔を有するハニカムセラミックスを設置したとこ

ろ、素子の両端に最大で35℃の温度差を得られることを

確認した。また、ハニカムセラミックスの両端に温度差

を与えたところ、管中の空気が自励振動を起こして音波

が発生した。すなわち、熱と音響の相互エネルギー変換

が可能であることを確認した。なお、温度差を与えて得

られる音波をスピーカで受波したところ、0.5Vpp の電

圧が発生した。密閉すれば、更なる電力を得られると考

えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］調査、スクリーニング、熱利用、未利用

熱、排熱、断熱、セラミックス、多孔体、

蓄熱、溶融塩蓄熱、化学蓄熱、腐食、劣

化、フィラー、熱音響システム 

 

［研 究 題 目］熱エネルギーを自在に操るための材料開

発 

［研究代表者］田澤 真人 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］田澤 真人、垣内田 洋 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 民生部門におけるエネルギー消費の削減が求められて

いる状況下において、熱的な快適性を得るために消費さ
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れているエネルギーの削減のため、居住空間における四

季を通した熱的収支の把握が必要である。そしてこの熱

的収支の改善のために導入すべき最適材料の把握、さら

に新たに開発すべき材料を見出す必要があるが、部材探

索・開発の視点での系統的な調査が十分行われていない

のが現状である。一方、実際の居住用建物は多種多様で、

これらの熱収支に関する調査では、幅広く受け入れ可能

な建物モデリングを行ってコンピュータシミュレーショ

ンにより解析することが最適な手段である。そこで、本

調査ではコンピュータシミュレーションによって居住空

間における熱的収支の把握と改善すべき部位についての

情報を得、さらに現在普及が始まっている材料や開発中

の材料のデータをシミュレーションに組み込み、設定さ

れた条件下における効果の確認を行った。その結果、対

策すべき部材並びに材料についての知見と、窓、内壁な

どに新材料を適用した場合の効果についての知見を得た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］居住空間、最適材料、熱収支、コンピュ

ータシミュレーション 

 

［研 究 題 目］熱エネルギーを自在に操るための材料開

発 

［研究代表者］三上 祐史 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三上 祐史、尾崎 公洋 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー資源の高度利用化に向けて、未利用のまま

排出されている廃熱の有効活用が求められている。その

ためには、断熱、蓄熱、熱電変換などの技術を総合的に

組み合わせた熱を操る（サーマルマネジメント）技術開

発が必要である。本研究では、無機系の熱電変換材料に

関する調査およびスクリーニングを行い、高性能材料の

開発に向けた検討を行った。 

 国内公開特許、米国公開・登録特許に関する調査結果

から、1990年代初頭より研究開発および産業応用に向け

た活動が活発化していることが明らかになった。高性能

な熱電材料の開発に伴い、熱電変換技術の実用化への期

待が大きいことが示唆された。また文献調査による熱電

材料の調査結果から、複数の材料系において ZT＞1が

実現しており、現在の開発目標は ZT＞2となっている

ことが明らかになった。熱電材料の高性能化技術につい

ては、熱伝導率の低減に資するナノ構造制御や電気的特

性を向上させるバンド構造制御およびキャリア低次元化

が有効であることが示唆された。 

 無機系熱電材料について、熱伝導率の低減法を検討し、

ナノ構造導入や焼結体の微細化による熱伝導率の大幅な

低減を確認した。とくにナノ構造の導入においては、良

好な界面構造を得ることで電気的な特性の阻害が発生し

ないため、大幅な性能指数 ZT の向上が可能であること

が明らかになった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］未利用熱、サーマルマネジメント、熱電

変換、無機系熱電材料 

 

［研 究 題 目］日印融合研究促進のためのイノベーショ

ン拠点形成－アジアのバイオをリードす

る研究ハブを目指す－ 

［研究代表者］近江谷 克裕 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、ワダワ レヌー、 

カウル スニル、今村 亨、大西 芳秋、 

大石 勝隆、戸井 基道 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研では国際連携を重視しアジア各国を中心に

MOU 協定を元にした戦略的研究が推進されつつある。

特にインドとは2007年に日印首相間共同声明に基づいた

産総研とインド科学技術省バイオテクノロジー局

（DBT）との包括的研究（MOU 協定）が締結され、こ

れまでの研究課題に対して、2011年度から2000万／年の

インド政府予算が充当された実績がある。ライフ分野に

おける産総研の強みは、的確に生理活性物質を探索、特

定するスクリーニング技術、そして個体・組織・細胞・

分子レベルでその生理活性メカニズムを解析するイメー

ジング技術である。これらの連携研究活動を通じて、特

にインド側から2つの研究技術に関する技術移転及びそ

のための人材育成が期待されている。しかしながら、産

総研ライフ内での2つの研究技術の移転・人材育成に対

する研究体制が十分ではなく、限られた研究者による限

られた連携に頼らざるを得ないのが状況であり、産総研

ライフとして、より明確に多くの研究者が参加した国際

連携が必要である。よって DBT－インドとの MOU 協

定を元にした共同研究推進及び研究者育成を更に推進す

るライフイノベーション研究拠点形成が急務な課題であ

る。そこで本年度はライフイノベーション研究拠点とし

て、共同研究及び人材育成事業を推進するため、産総研

の強みである2つの研究コアの整備拡充とそれを活用し

た国際研究交流を実施した。研究コアとしては１）生理

活性物質のスクリーニング技術コア、２）生理活性物質

の動態、機序解析のためのイメージング技術コア、の2

つとし、初年度は研究基盤整備を重点的に行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］イメージング、スクリーニング、国際連

携 

 

［研 究 題 目］化学物質リスク管理のための発光培養細

胞による化学物質安全性評価システムの

標準化 

［研究代表者］近江谷 克裕 
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（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、丹羽 一樹、中島 芳浩 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 動物愛護の潮流の中で、化学物質の有害性を評価する

代替法に利用可能な産総研発の多色発光細胞技術の普及

が求められているが、結果の信頼性を保証する仕組みの

導入が不可避な課題となっている。これまでに化学物質

リスク管理の国内・国際動向を調査した結果、有害性評

価の結果の信頼性を保証する仕組みとして OECD 化学

物質テストガイドラインを通じて国際標準を達成するこ

とが極めて現実的であると結論付けられた。このような

流れの中、H23年より OECD 化学物質テストガイドラ

イン策定の一環として、多色発光細胞を利用した皮膚感

作性多色発光細胞試験のバリデーション試験が開始され

た。そこで本研究では、多色発光測定技術（校正方法）

について、現在進行中の皮膚感作性多色発光細胞試験の

バリデーション試験を通じて提案した校正方法を適正化、

最適化することで国際的に妥当性を持つプロトコールを

策定する活動を支援した。また、現在進行中のバリデ

ーション試験のため、標準発光サンプル（標準ルシフェ

ラーゼ）の生産、精製、値付けを行い、試験研究機関に

配布した。さらにこれまでの海外研究機関との技術交

流を通じて、多色発光測定法の技術移転を希望するドイ

ツリスク評価機関 ZEBET とは共同研究契約を締結し多

色発光細胞技術及び多色発光校正技術の移転を開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］毒性評価動物実験代替法、レポータアッ

セイ、国際標準化 

 

［研 究 題 目］失敗から学ぶ新しいリード創薬支援技術

の開発 

［研究代表者］夏目 徹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］夏目 徹、五島 直樹、福西 快文、 

竹内 恒（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 短期的に創薬効率化を図るため、開発中止となったド

ロップ薬を利用し、且つ、臨海センターに整備されたバ

イオ計測技術基盤（タンパク質絶対定量技術・NMR 立

体構造解析）とバイオ IT 技術基盤（数理ネットワーク

解析・ドッキングシミュレーション技術）を活用融合し、

インタラクティブな創薬プラットフォームを構築し、高

度で体系的なドラッグプロファイリング技術基盤を産業

界に提供する。 

研究計画 

 産総研独自のロボット・ナノテク・クリーンルーム技

術・cDNA リソース・計算機と IT 技術を駆使し、従来

困難であった超高精度なタンパク質絶対定量解析をプロ

テオームワイドに行い、化合物プロファイリングを実施

する。また、産総研独自の大規模計測データを用いた数

理システム開発、化合物とタンパク質相互作用に特化し

た NMR 立体構造解析技術、ドッキングシミュレーショ

ンソフトウェア等を活用し、プロファイリング情報を基

に化合物を合理的に設計するプラットフォームを構築す

る。 

年度進捗状況 

① 化合物処理前後の細胞内全タンパク質の変動解析と、

化合物ターゲットタンパク質機能複合体ネットワーク

変動に特化した計測システムを構築するとともに、デ

ータ処理の自動化ソフトを開発した。 

② ①で行った計測をもとに、化合物の作用メカニズム

及び、副作用メカニズム推定に特化した数理ネットワ

ークシステム開発した。 

③ タンパク質と化合物とのドッキングシミュレーショ

ンから、化合物の高活性化と副作用低減化のための最

適化ソフトウェアを開発した。 

④ NMR 等での構造生物学的解析により、ドッキング

シミュレーションを検証し、精度を高める手法を開発

している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］質量分析、NMR、数理システム、リポ

ジショニング、リード最適化 

 

［研 究 題 目］新世代ロボット技術を駆使する超高精度

定量プロテオミクス解析 

［研究代表者］夏目 徹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］夏目 徹、五島 直樹、堀本 勝久 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標 

 バイオ研究産業に関わる作業は煩雑で複雑な作業の連

続である。近年の飛躍的な測定技術の進歩（高感度化・

微量化）にともない、求められる作業精度は高まる一方

である。また、実験は大規模化する傾向にあり、複雑な

作業の膨大な繰り返しが求められる。このような要請に、

手作業での人海戦術で対応していては、逆に実験精度の

信頼性の低下を招き、様々な局面で限界に達している。

汎用ヒト型ロボットを、これまで培ってきた産総研独自

のコア技術である、超高精度質量分析システムやバイオ

インフォマティクス技術に融合し、診断・創薬支援技術

開発のための、超高精度定量プロテオミクス解析プラッ

トフォームを構築し、産業界へ幅広く技術提供すること

を目指す。それとともに、新世代ロボットの汎用性をよ

り高め、簡便にバイオ作業全般に応用可能なロボット技

術として完成させ産業化することも目指す。 

研究計画 

 本研究では、2年以内に解析プラットフォームを最適
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化させ、多検体を解析可能な体制を構築し、幅広く製薬

企業との共同研究を実施する。また、新世代ロボットは、

将来、手作業に頼ってきた全てのバイオ関連作業全てに

応用可能であるため、汎用性バイオロボットとして幅広

く普及することを目指し事業化を開始する。 

年度進捗状況 

 汎用ヒト型ロボットの実証実験からロボットシステム

の事業化を開始した。また、大手製薬企業との実証研究

を開始し、企業が所有する、二つのリード化合物のター

ゲット決定とプロファイリングを実施した。現在、包括

的な大型提携を検討中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、プロテオーム、質量分析、

ロボット、自動化 

 

［研 究 題 目］細胞内タンパク質の変動の網羅的解析に

基づいた抗がん剤の開発 

［研究代表者］福西 快文（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、夏目 徹、竹内 恒（バイ

オメディシナル情報解析研究センター） 

堀本 勝久、福井 一彦、広川 貴次

（生命情報工学研究センター） 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 もし、市販薬の全ての作用・副作用を、細胞内のタン

パク質量の変化として把握できれば、未知の望ましい副

作用を活用して治療に役立てることも、また単独薬では

達成できなかった治療を、複数薬の同時投与によるシナ

ジー効果により達成できるようになる。これは、産総研

独自の技術であるタンパク質量の変動計測とリソース管

理、それに基づく化合物ターゲットタンパク質の推定、

最適化分子設計を用いて達成することを目指した。 

・研究前半の、薬物のある・なしによるタンパク質量の

変動からターゲットタンパク質を推定する段階：化合

物（抗がん剤）処理前後でタンパク質量がどう変動す

るか、を調べるには解析を行う対象タンパク質の量を

測る物差しとなる標準タンパク質が必要であり、この

調製技術（INSOL タグ・アレイ化技術）を開発し、

特許出願を行った。また、タンパク質量の変化の計測

データから、タンパク質間の相互作用ネットワークを

推定し、化合物ターゲットタンパク質候補を推定する

数理技術のプロトタイプを開発した。 

・研究後半の、ターゲットタンパク質に対する薬物の設

計・同定を行う段階：癌領域における低分子医薬品の

代表的な標的蛋白質はキナーゼである。文献調査を行

い、代表的キナーゼと化合物の相互作用情報を収集し

た。癌関連キナーゼについて、計算で阻害候補物質を

予測し、NMR によるアッセイ実験を行い、複数の阻

害活性化合物を見出した。これら阻害活性物質の特徴

を見出し、化合物の最適化デザインの指針を決定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、薬物設計、プロテオーム、

質量分析、ロボット、ネットワーク、が

ん化 

 

［研 究 題 目］1型色覚および2型色覚の等歩度色知覚尺

度（色差）、色差式および均等色空間 

［研究代表者］坂本 隆（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］坂本 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

標準規格としての障害者等配慮設計指針を考える上で、

色覚異常を有する者（特に該当者が多い1型色覚と2型色

覚）への配慮は欠かせない。例えば日本人男性の多く

（概ね20人に1人）が1型色覚か2型色覚である。にも拘

わらず、視認性確保のための客観的評価法、および1型

色覚と2型色覚の色差などは、標準化されていない。 

そこで本研究では、1型色覚と2型色覚に配慮した視覚

標示物設計の際必要となる、色の差異を客観的数値とし

て表現するための基準（色差）、計算式（色差式）、色

差を定義可能な尺度系（均等色空間）の構築と検討、標

準規格提案（JIS、CIE、ISO など）を目標とする。 

H24年度は、以下の成果をあげた。 

まず、標準規格案のベースとなる客観的数値基準（色

差）とそれを定義可能な尺度系（均等色空間）を構築し、

国際会議等においてこれを提案した。 

また、当該の標準規格提案について、日本色彩学会

JIS 検討委員会に打診し、日本色彩学会理事会において

標準化のための小委員会設立が認められた。この他に、

当該年度より色覚研究会を立ち上げ、学術的に詳細な検

討と討議を実施することが可能になった。 

さらに、色覚異常に対する画像強調法の国際規格化を

目指す CIE TC1-89メンバーに加わり、この技術委員会

が扱う課題の一つとして、色覚異常の色差等についても

国際標準化の検討と提案が可能になった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］快適安全の標準化、障害者等配慮設計指

針、視認性、色覚異常、色差、色空間 

 

［研 究 題 目］情報技術における音声命令の標準化 

［研究代表者］関 喜一（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］関 喜一、菱沼 秀男 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

多くの情報機器に一定水準の統一化された音声命令を

実装できるように標準化し、頸椎損傷や脳性麻痺など機

器操作に上肢を使用することが困難な障害者、及び視覚

障害者にとって高いアクセシビリティを実現する製品を
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普及させる。全体の計画は以下の通り。 

・音声命令の基本要素の検討（H23年度） 

・音声命令の構築と検証の手続きの検討（H23-24年

度） 

・音声命令のための翻訳問題と言語間問題の検討

（H23-24年度） 

・音声命令登録のためのデータベースの開発（H25年

度） 

H24年度は、以下の作業を行った。 

まず、H23年度に引き続き、音声命令を定義するため

に求められる属性の検討を行った。その結果、音声命令

を定義するために必要な属性を最終的に決定した。 

また、H23年度に引き続き、標準化の候補となった音

声命令が、音声命令として適正であるかどうかを判断す

る評価方法を定めるための実験を行った。その結果、音

声命令として使用できる単語の組合せなどに一定の規制

を設けるためのデータを収集できた。 

さらに、H23年度から継続して、音声命令の多言語へ

の適用の問題と解決方法を検討した。 

合わせて H24年度は、音声命令の国際規格となる

ISO/IEC 30122の原案作成（Part 1（総則）、Part 4
（データベース）の2ndCD 作成、Part 2（検証）、

Part 3（多言語）の NP 準備）を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］情報技術、音声命令、ユーザインタフェ

ース、情報アクセシビリティ 

 

［研 究 題 目］アジア人高齢者人工関節のための基盤技

術の標準化 

［研究代表者］兵藤 行志（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］兵藤 行志、野中 勝信 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

人工関節のより長期にわたる体内埋入を実現するため

には、優れた骨固定性や安定性が要求され、そのために

は高い形状適合性を有することが必須である。アジア圏

ではその人種や生活様式によって骨形態は多様化してお

り、必ずしも十分に形状適合せずに人工関節置換術の効

果が発揮されない症例も少なくない。この研究では、ア

ジア圏の高齢者により適した人工関節の適用に向けて、

骨形態の抽出と比較形態学的データ集、及び人工関節の

迅速力学試験方法に係る基盤研究を実施する。 

平成24年度は、骨形態の計測及び解析過程に係る要求

事項のまとめ、そして光学的な応力イメージングによる

迅速力学評価方法の検証を、筑波大学整形外科と共同、

経済産業省アジア基準認証推進事業（基準認証イノベー

ション技術研究組合）と連携して行った。 

さらに、人工関節も試験対象となる非破壊試験分野の

“赤外線サーモグラフィ試験”の国際標準化を進めた。

一般社団法人日本非破壊検査協会と連携し、日本提案の

試 験 方 法 通 則 ISO/AWI 10880  Non-destructive 
testing － Infrared thermographic testing － General 
principles の原案作成を、WG コンビーナ及びプロジェ

クトリーダーとして推進した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工関節、アジア、骨形態、迅速力学評

価、赤外線サーモグラフィ試験、非破壊

試験 

 

［研 究 題 目］【FS】産総研ニューロマーケティング

支援フレームワークの構築 

［研究代表者］岩木 直（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］岩木 直、武田 裕司、永井 聖剛、 

木村 元洋、小早川 達、仁木 和久、 

長谷川 良平（以上、ヒューマンライフ

テクノロジー研究部門）、 

蔵田 武志、大隈 隆史、興梠 正克、 

大西 正輝、竹中 毅、本村 陽一 

（以上、サービス工学研究センター） 

（常勤職員12名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

ヒトの意思決定過程を脳活動にブレークダウンして評

価する技術は、アンケートやヒアリングでは知りえない

潜在的な顧客の本音を知る方法として企業の意思決定の

手法（ニューロマーケティング）としても検討されてお

り、将来的にはサービス産業の設計に欠かせない技術に

もなりうる。他方、技術的には、ヒト認知・行動の計

測・評価技術から日常行動の計測と解析等の高度な技術

を統合的に行うと同時に、実環境で検証する必要がある。

また、倫理面への配慮も欠かせない。こうした状況のも

と、企業でも強い関心を示すところが出てきているが、

総合的なフレームワークを社会に示し、産業界とともに

構築していく必要がある。 

本プロジェクトでは、①非侵襲脳活動計測データの統

合計測・解析技術、②無意識・情動による認知・行動・

選好過程修飾の評価技術、③VR 環境を用いた消費行動

関連脳活動と行動の同時計測技術、④脳活動データから

得られた消費者行動モデルの実際の購買履歴データを用

いた検証、⑤具体的事例への適用を目標としている。⑤

では、①～④の要素技術を統合して、ショッピングモー

ル内の1店舗を対象としたフィールドでの妥当性を検証

する。平成24年度には、(a) 複数の脳活動計測手法で

得られるデータを統合した脳活動解析精度を向上する技

術の開発、(b) 無意識・情動刺激による認知修飾パラ

ダイムの開発、(c) VR 環境における簡易脳活動と行動

の同時計測技術開発の準備、(d)フィールドにおける実

証実験に向けた、顧客の大規模行動データ（ショッピン

グモールの店舗間の利用行動データ）からの顧客カテゴ
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リ分類技術の開発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］Neuro-aided design、サービス工学、脳

機能計測、無意識、ヴァーチャルリアリ

ティ 

 

［研 究 題 目］高齢者・ロービジョン者のための適正照

度の標準化：歩行環境 

［研究代表者］伊藤 納奈（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］伊藤 納奈、大山 潤爾、佐川 賢 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、全国で100万人またはそれ以上とも言わ

れるロービジョン者の視覚特性のうち、歩行空間の照度

の歩行への影響について計測し、そのデータベースを作

成するとともに、ロービジョン者に適した歩行環境の照

度について、JISTR 及び JISTS として提案することを

目的とする。 

疾患や眼症状によりロービジョン者の明るさの感じ方

は様々であるが、日常生活において明るすぎる（眩し

い）または暗すぎる等で困難を感じる人は多い。本研究

では、様々な疾患・症状のあるロービジョンを対象とし、

照度の違いによる空間視認性の変化及び歩行の変化を計

測し、視覚情報を得ながら安全に歩くための明るさにつ

いて検討を行う。 

今年度は、3年計画の3年目にあたり、実験を行う予定

であったが、本件の内容と深く関わる国内委員会2件に

携わり、また国際委員会として CIE(国際照明委員会）

TC3-44での活動を依頼されたため、これら委員会活動

を行った。委員会内での審議内容を考慮して実験内容を

調整し、実験室の再整備を行った。本研究は今年度が最

後であるが最終目的の標準化に向け、委員会活動と並行

して研究を進める予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロービジョン、歩行、照度、視認性 

 

［研 究 題 目］整形インプラントの力学試験方法の国内

及び国際標準化 

［研究代表者］岡崎 義光（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

医療機器産業の活性化及び医療機器審査の迅速化・効

率化の観点から、整形インプラント製品の表面処理部の

力学的試験方法の標準化を行うことが必要不可欠となる。

製品開発動向としては、生体内で長期間安定して骨と固

定するような表面処理技術が求められている。そのため、

各社製品開発が積極的に行われているが、試験方法が不

十分なため、性能が立証しにくい現状があり、動物埋埴

試験を中心に生物学的な固定に関する試験方法を確立す

る。具体的には、動物種類、埋埴部位、試験片形状、試

験条件、埋埴期間などを中心に、従来まで整形インプラ

ントに関する数多くの耐久性試験方法を取りまとめてき

た経験を活用してとりまとめる。インプラント製品の長

期の力学的性能を試験する方法が標準化されることによ

り、患者の QOL、および信頼性が著しく向上する。特

に、試験方法に関しては、長期間の安定した試験環境お

よび試験経験が必要となり、企業単独では困難であり、

産総研が中心となり試験を行い、とりまとめることが期

待されている。 

平成24年度の成果としては、整形インプラント製品の

表面処理部の力学的試験方法の提案を行うため、動物種

類、埋埴部位、試験片形状、試験条件、埋埴期間など規

格化に必要なデータのとりまとめを終了した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］整形インプラント、人工関節、生物学的

固定性の評価 

 
［研 究 題 目］プリンテッドエレクトロニクス技術の標

準化に向けた計測・評価技術 

［研究代表者］高田 徳幸（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］山田 寿一、徳久 英雄、吉田 学、 

植村 聖、星野 聡、末森 浩司、 

小笹 健仁、白川 直樹、山本 典孝、 

福田 伸子、安部 浩司、野村 健一、 

所 和彦、堤 潤也、日下 靖之 

（常勤職員14名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

◆プリンテッドエレクトロニクスに関する国際標準にお

いて、認証機能を海外機関にゆだねることが無いよう、

我が国での認証機能実現のための評価体制の構築を目

指す。 

◆プリンテッドエレクトロニクスにおける材料、デバイ

スの国際標準において、我が国の技術優位性を発現さ

せるための差異化点を評価する信頼性評価技術の確立

を目指す。 

研究計画： 

(1) 認証機能実現のための評価体制構築に向けた、材料

基本性能評価設備の整備ならびにそれを用いた評価デ

ータベースの構築を目指した指針作成を目指す。 

(2) 上記印刷形成単体パターンおよびデバイスの基本電

気物性に対する標準寿命・信頼性評価技術を確立し、

標準評価法として提案できることを目指す。 

(3) 標準策定に関する業界との連携を強化するため、プ

リンテッドエレクトロニクス国際標準の受託団体であ

る JEITA との連携を図り、JEITA 規格ならびに国際
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標準に材料、信頼性評価にかかる提案を行う。 

年度進捗状況： 

１．材料性能の標準評価計測体制を整備 

 標準印刷設備の導入整備を行い、印刷用インク評価

デバイス作製システムを構築した。 

２．インク材料に関するデータベース構築の準備印刷用

インク材料（絶縁、半導体、導電材料）を他研究機

関・メーカーから入手し、標準的各種印刷方法による

印刷特性の評価とそのデータベース化作業を開始した。 

３．各種印刷用インク材料に関する情報交換 

 認証業務への発展を目指し、標準委員会において標

準策定の活動への協力を行った。また、コンソーシア

ムでは、既存各種印刷、新印刷方法の情報収集を通じ、

プリンテッドに関する市場調査を始めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］国際標準、標準策定、認証機能、信頼性

評価、JEITA 規格、印刷、印刷評価デ

ータベース、インク材料、プリンテッ

ドエレクトロニクス、フレキシブルエ

レクトロニクス 
 
［研 究 題 目］アクティブ・バックプレーンの全印刷製

造プラットフォーム 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、牛島 洋史、鎌田 俊英、 

峯廻 洋美、野村 健一、松井 弘之、

山田 寿一、山本 典孝、吉田 学、 

植村 聖、徳久 英雄、末森 浩司、 

井川 光弘、松岡 顕、加藤 綾乃、 

日下 靖之、小倉 晋太郎、 

藤田 真理子、岩瀬 典子 

（常勤職員12名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、シート状電子デバイスの構成に不可欠とな

る大面積・フレキシブルなアクティブ・バックプレーン

の全印刷製造を目標に、高均質な有機半導体薄膜の製造

が可能なダブルショット・インクジェット印刷技術、及

び超微細な金属配線の製造が可能なマイクロコンタクト

印刷技術などの産総研の独自技術を基盤として、半導体

／金属電極配線／誘電体の各印刷製造技術を統合する全

印刷製造プラットフォームの開発を行う。本年度は、マ

イクロコンタクト印刷法における埋め込み電極技術の開

発、インク液滴シミュレーションによる電極形状のデザ

イン則の抽出、ボトムコンタクト型プロセスに向けたダ

ブルショット・インクジェット印刷法の改良を行い、こ

れら印刷製造技術を統合するための技術改良を進展させ

た。これに加えて、アクティブ・バックプレーンの全印

刷製造を著しく高スループット化できる2つの新たな独

自技術、①有機ポリマー半導体層の簡易製膜パターニン

グが可能なプッシュコート印刷法、及び②高精細金属配

線を容易に形成可能な表面光反応ナノメタル印刷法の開

発にもそれぞれ成功した。さらに、本プロジェクトに関

わる塗布や印刷によるエレクトロニクス用薄膜技術に関

する、国内・国外の特許情報・技術動向の調査を実施し

た。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、アクテ

ィブ・バックプレーン、薄膜トランジ

スタ、インクジェット法、マイクロコ

ンタクト印刷、有機半導体、金属ナノ

インク 
 
［研 究 題 目］地震・津波および原発事故等の低頻度大

規模災害へ最適対応するための、次世代

リスク評価シミュレーション技術の構築 

［研究代表者］四元 弘毅（安全科学研究部門） 

［研究担当者］四元 弘毅、吉田 喜久雄、和田 有司、 

玄地 裕、恒見 清孝、田原 聖隆、 

梶原 秀夫、牧野 良次、井上 和也、

岡村 行信、桑原 保人、堀川 晴央、

吉見 雅行、行谷 佑一、山本 直孝 

（常勤職員14名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、一旦発生すれば社会や経済に与える影響

が桁違いに大きい低頻度大規模自然災害リスクへの最適

対応を可能とするため、一次災害と二次被害を含めた複

層的な影響をシミュレーションする構造とそれらの災害

から発生する産業への被害リスクを評価する新たな考え

方に基づく分野横断的な総合リスク評価シミュレーショ

ン技術の構築を目指して研究を行っている。具体的には、

①一次災害予測シミュレーションサブシステム、②二次

被害定量化サブシステム、③リスク評価サブシステムか

ら構成される総合的なリスク評価シミュレーション技術

を開発している。 

平成24年度は、平成23年度に実施したフィジビリティ

スタディから抽出された課題に基づき以下の研究開発を

実施した。 

①一次災害予測シミュレーションサブシステム 

産業種別ごとの地震の周波数毎の揺れと津波に対する

フラジリティカーブ作成に不可欠な詳細な被害データ取

得を行うために地方自治体や企業、大学との協力連携関

係を構築し、②とともに被害調査を開始した。また、東

海・東南海・南海地震について周波数ごとの揺れと津波

強度の計算を開始した。 

②二次被害定量化サブシステム 

化学物質に関する貯蔵・管理データベース整備を行う

とともに、漏洩へのシナリオ精緻化、粒子状物質の拡散

挙動推定の精度向上のために、被災から漏洩にいたる解

析や再現計算による推定精度検証等を開始した。サプラ
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イチェーン分析については、分析のための製品レベルの

包括的データベース構築のために、上記①と共同で震災

による産業のサプライチェーン被害調査を開始するとと

もに、工場位置情報データ整備や製品のインベントリデ

ータに基づく製品間の連鎖を書き下すデータベース構築

に着手した。 

③リスク評価サブシステム 

モデルの検証と総合リスク評価手法の構築を行うため、

過去の地震被害データによる民生部門被害推定モデルの

検証を行うとともに、低頻度大規模リスクの算定手順を

確立し、被害の補償金額などによる金銭を共同指標とす

る総合リスク評価手法検討に着手した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］南海トラフ地震、津波、大規模災害、リ

スク評価、リスクマネジメント、フラジ

リティカーブ、産業被害、サプライチェ

ーン、化学物質漏洩、共通指標 

 

［研 究 題 目］環境エネルギー分野におけるレギュラト

リーサイエンスの確立－放射性物質のリ

スク管理問題の事例への適用 

［研究代表者］内藤 航（安全科学研究部門）、 
保高 徹生（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］保高 徹生、小野 恭子、岸本 充生、

内藤 航、吉田 喜久雄、八十田 英市、 

上坂 元紀（安全科学研究部門） 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
 福島第一原発事故により放出された放射性物質により

汚染された環境の除染が進められている。今回のような

環境汚染の対策では事故前の状態に戻すことが基本的な

考え方だと思われるが、除染技術の限界、莫大な費用や

汚染の規模を考えると、短期間で事故前の状態に戻すこ

とは不可能である。すべての汚染地域を事故前の状態に

戻すことができないのであれば、限られたリソースの中

で、除染はどのようにどこから進めるべきか、その検討

の土台となる情報やデータが必要である。さらに、福島

の除染の問題では、一般的な費用対効果では測れない要

因（例えば帰還したいかどうかや避難による精神的負

荷）の評価も重要である。本研究では、様々な要因が絡

む福島の除染の問題を対象にして、除染のあり方を検討

するための土台となる情報を提供すべく、俯瞰的かつ実

践的な評価研究を実施した。 

 除染の費用と効果、空間線量率の経時変化等、福島の

除染対策における基盤情報の GIS を用いて整理を行い、

それらの情報に基づき、除染特別地域を対象に、複数の

除染シナリオにおける累積外部被ばく線量と除染費用を

推定した。想定した除染の標準シナリオでは、除染の総

費用は1兆円超と推算され、農用地の汚染土壌などの除

去費用と保管費用が総費用の大半を占めると推定された。

外部被ばく線量の推定に用いる低減係数等の仮定が、除

染対象地域の区分や住民の帰還の判断に大きく影響を及

ぼすことを確認した。福島県民の避難の経緯や避難者数

等の現状を整理するとともに、国や自治体が実施した避

難住民へのアンケート結果に基づき避難住民の帰還率を

推定した。避難先からの帰還の意志について、個人属性

や放射性物質等に対するリスク認知、幸福に対する考え

方との関連性を明らかにするためにアンケートを実施し

た。除染後の追加被ばく線量によって、帰還する人数は

大きく異なり、その人口構成も変わりうることがわかっ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］除染、費用効果、外部被ばく線量、帰還

率、福島、セシウム 

 

［研 究 題 目］地震・津波等の次世代リスク評価シミュ

レーション技術の構築 

［研究代表者］桑原 保人 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］桑原 保人、吉見 雅行、行谷 佑一、

堀川 晴央、長谷川 功 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2011年東北地方太平洋沖地震を受け、地震

の揺れと津波による産業施設の一次被害から、サプライ

チェーン被害等も含めた2次被害を、今後発生しうる大

規模地震で的確に予測するための手法を開発するために、

安全科学研究部門と共同で産総研融合・連携推進予算

（戦略予算）によって昨年度より開始した。当研究セン

ターでは、産業種別ごとの地震の周波数毎の揺れと津波

に対するフラジリティカーブ作成および南海トラフの地

震について、愛知県の周波数ごとの揺れと津波強度の推

定を行なうことである。研究期間は H23年10月から

H24年9月である。  

 本年度は、産業種別ごとのフラジリティカーブ作成に

関しては、産業被害データを得るために福島県、宮城県

の公設試と協力関係を構築し、両県の企業約3000社に被

害調査アンケートを送付し約800社からの回答を得た。

さらに、東北大学と清水建設（株）との協力関係を構築

し、同大学、同社で収集した企業被害データを取得でき

ることになった。これらの被害データと、産総研

QuiQuakeu システムによる東北沖地震の揺れ推定デー

タを合わせ、予備的な産業フラジリティカーブを得た。

揺れと津波に関しては、東北日本を中心に、周波数ごと

の揺れ特性把握手法を検討し、4つの周波数帯での揺れ

の強度分布を得た。また宮城県を中心に既存の津波測定

データをもとに、宮城県全域の高さ分布の補完データを

作成し、津波流速の空間分布の計算も実行中である。今

後、これらと上記被害データを合わせ、産業のフラジリ

ティカーブを作成予定である。さらに、東海・東南海・
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南海地震について、各種の起こりうる地震を想定し、愛

知県の周波数ごとの揺れと津波強度の計算を実行中であ

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］産業被害、東北地方太平洋沖地震、フラ

ジリティーカーブ、揺れ、津波 

 
［研 究 題 目］災害事例データベース 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、若倉 正英、中島 農夫男、

松倉 邦夫、伊藤 俊介、阿部 祥子、

杉本 まき子（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 産総研の研究情報公開データベース（RIO-DB）の一

つとして公開している「リレーショナル化学災害データ

ベース」（RISCAD）は、継続的に化学関連災害を収集

し、公開することを目的としているデータベースで、化

学災害に関連した物質の危険性データへのリンクや文字

情報以外のプロセスフロー図、装置図、化学反応式など

の付帯情報（画像情報）へのリンクを持ち、利用者が利

用しやすいように最終事象、装置、工程、推定原因、被

害事象を専門家によって階層化されたキーワードで分類

し、教訓を持つことを特徴としている。また、一部の事

例には産総研で開発した事故分析手法 PFA によって事

故を時系列で分析した結果である事故進展フロー図がリ

ンクされ、利用者がより簡便に深く事故を理解できるよ

うに工夫されている。また、RISCAD は英語版を有し、

国際的にも利用されている。 

 本研究では、日々化学災害事例の収集、分析を行い、

関連化学物質の抽出作業および各キーワードによる分類

作業を行いながら新規事例303件のデータベースへの登

録、公開を行った。また、新規事例および過去の重大事

例25件について事故分析手法 PFA の分析結果をデータ

ベースに登録、公開を行った。データベース利用促進の

ためにメールマガジンを3回発行し、RISCAD と事故分

析手法 PFA の普及のためにセミナーや講演を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］リレーショナル化学災害データベース

（RISCAD）、事故分析手法 PFA、事故

進展フロー図、教訓 

 
［研 究 題 目］水素ステーションのリスク低減 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、栗山 信宏、飯島 高志、 

久保田 士郎、椎名 拡海、高橋 明文、 

松木 亮、堀口 貞茲、江渕 輝雄、 

橋本 進吾、Wahyudi Sugeng 
（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
 都市部で水素ステーションを建設するためには、水素

ステーションのコンパクト化が緊急の課題となっている。

その一つの解決策として、敷地境界に障壁を設置するこ

とにより設備から障壁の両端部までの距離で保安距離を

担保し、敷地境界までの距離を短縮する方法が考えられ

ている。しかしながら、万が一、設備で爆発が起きた場

合に障壁にどのような影響を及ぼすかについては検討さ

れていない。 

 そこで、水素ステーションを小スケールで模擬した容

器内に水素を充てんして爆発させ、強度の異なる障壁の

モデルに対する爆風による破壊挙動を高速度カメラで観

測し、また、ひずみ挙動を調べた。また、爆風による現

象を数値計算によって再現し、障壁への影響を解析した。 

 その結果、爆発が障壁からある程度離れた位置で起き

た場合には、四方を障壁で囲まれたような場合であって

も、上方が開放されていれば障壁が破壊するようなこと

はなく、障壁への影響が小さいことが明らかになったが、

さらに、爆発位置と障壁との距離による影響を検討する

必要性がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素、水素ステーション、障壁、保安距

離 
 

［研 究 題 目］地震・火山噴火のリスク対策に関する国

際標準化 

［研究代表者］石川 有三 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］石川 有三、宝田 晋治、吾妻 崇、 

吉見 雅行、小泉 尚嗣、桑原 保人、

高田 亮、古川 竜太 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震や2010年のアイスランド

での噴火を契機として、大規模な自然災害は災害発生国

だけでなく国際的な経済活動の混乱をもたらし、地震・

火山噴火のリスク評価の国際標準化の必要性が再認識さ

れた。本課題では、我が国で得られた地震・火山のリス

ク評価手法の国際標準化を進めるため、地震リスク評価

に関しては Global Earthquake Model（GEM）等が進

めている国際基準の調査を行い取りまとめた。また、過

去の超巨大地震の発生履歴、世界の地震カタログ、活断

層カタログ、過去の巨大噴火におけるインドネシアの事

例、火山データベース、地震活動と火山噴火の同期性に

ついても調査し取りまとめた。さらに、平成23年度より

地質分野として開始した、アジア太平洋地域大規模地

震・火山噴火リスクマネジメント（G-EVER）の活動状

況のレビューを行った。また、国内外の関連機関との連

携を図るため、防災科学技術研究所、日本学術会議、

IUGS、 IUGG、AGU、COV、ニュージーランドの

GNS Science、Massey 大学、Canterbury 大学、シン

ガポールの Earth Observatory of Singapore（EOS）
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について調査を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震、火山噴火、リスク、国際標準、ア

ジア、太平洋、G-EVER 

 
［研 究 題 目］ナノリスク～繊維仮説への挑戦～ 

［研究代表者］本田 一匡（安全科学研究部門） 

［研究担当者］本田 一匡、納屋 聖人、阿部 修治、

佐々木 毅、片浦 弘道、田中 丈士、

藤井 俊治郎、平野 篤、長沢 順一、

針谷 喜久雄、藤田 克英、小野 泰蔵、 

太田 一徳、早川 由夫、山本 和弘、

山脇 浩、湯村 守雄、斎藤 毅 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

ナノ材料のリスク評価における最大の障壁である繊維

病原性仮説を検証するため、①繊維特性を保存した状態

で単層カーボンナノチューブ（SWCNT）を分散させる

技術の開発、②長繊維 SWCNT 分散液を用いた有害性

試験による生体影響の検証、③ナノ材料の包括的なリス

ク管理のあり方の検討、を行った。 

① 繊維特性を保存した状態で SWCNT を分散させる

技術の開発 

 多様な CNT の有害性評価を行う場合には複数の分

散方法を確保しておく必要がある。本研究では、低毒

性分散剤である天然 DNA と非イオン性界面活性剤

（ポリオキシエチレン(20)ステアリルエーテル）を分

散剤とする分散方法の開発を行った。 

 天然 DNA を分散剤する方法では、SWCNT の長さ

の違いによる影響をより明確に試験する事を目指し、

長さ10µm 以上（以下、長尺と略）の SWCNT のみ

を含み、長さ数 µm 以下（以下、短尺と略）の

SWCNT を含まない試料作製の技術開発を行った。

その結果、長尺 SWCNT を選択的に取り出すカラム

分離技術の開発に成功した。今年度は、長期の動物実

験に長尺 SWCNT 及び短尺 SWCNT を十分な量提供

するため実験系を見直し、無菌状態を維持しつつ長尺

CNT を大量に取り出すシステムを構築した。その結

果、高濃度長尺 SWCNT、低濃度長尺 SWCNT、高

濃度短尺 SWCNT の3種類の SWCNT 分散液をそれ

ぞれ数十 mL 準備する事に成功した。 

 また、非イオン性界面活性剤を分散剤とする方法に

おいては、分散液中に混入する少量の短尺成分（ホモ

ジナイザーにより破断・破砕された短尺の SWCNT
や SWCNT の断片等）を除去するため、濾過による

簡便かつ効果的な除去方法の検討を行った。大きな孔

径（8～10µm）を有する種々のメンブランフィルター

を用いて、濾過プロセスの最適化を図った。透過電子

顕微鏡及びラマン分光測定から、上記の短尺成分が濾

液に移行していることが確認された。このフィルター

濾過法による短尺成分除去過程を加えることにより、

繊維仮説検証に使用できる SWCNT の長尺分散水溶

液試料の調製方法を確立することができた。 

② 長繊維 CNT 分散液を用いた有害性試験による生体

影響の検証 

 ①の成果により、本課題の最終目標である、長繊維

CNT による生体影響を明確化するための有害性試験

の実施が可能となったので、動物実験計画を設計し委

託試験機関へ発注した。 

③ ナノ材料の包括的なリスク管理のあり方の検討 

 ナノ材料の環境・健康・安全問題に関わるリスク管

理の可能性を検討するため、これまで行ってきた文献

調査をもとに、カーボンナノチューブとアスベストの

比較を含め、繊維仮説の適用可能性を再検討するとと

もに、ナノ材料リスク管理における課題を整理し、解

説原稿を執筆した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノテクノロジー、ナノ材料、カーボン

ナノチューブ、有害性評価、繊維病原性

仮説、分散剤 

 

［研 究 題 目］南海・東南海地震の前兆現象検出精度向

上のための共同研究 

［研究代表者］松本 則夫 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］松本 則夫、小泉 尚嗣、桑原 保人、 

高橋 誠、今西 和俊、北川 有一、 

安藤 亮輔、板場 智史、落 唯史、 

武田 直人（常勤職員8名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、南海・東南海地震予測に資するために、深

部すべり・深部低周波微動の分布や発生間隔の解析精度

の向上を目標として、産総研・防災科研の歪・傾斜デー

タを共有し、同すべりの高度な解析やメカニズム解明の

ために平成22年度から開始した。 

平成24年度には、防災科研の傾斜データおよび産総研

の多成分歪データに加え、産総研の地下水および気象庁

の多成分歪および体積歪計のデータを統合した深部すべ

り解析手法を開発し、実データによる深部すべりの解析

を開始した。解析結果は、地震調査委員会・地震防災対

策強化地域判定会等に報告した。水平歪センサー（4方

向）で計算できる4組の水平歪に着目し、歪計データの

みを用いた深部すべりの客観的な検出方法のプロトタイ

プを開発した。当該検出方法を紀伊半島の歪計に適用し、

有効性を確認した。一昨年設置した3次元地震計アレイ

の観測を継続し、地震計アレイ直下での5回の微動イベ

ントを詳細に観測し、アレイデータの結果を地図上に投

影した。国土地理院の GPS データを用いて東海地域の

長期的な深部ゆっくりすべりの前後におけるプレート固

着の時間的な変化を推定し、東海地域では長期的ゆっく
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りすべり終了後に固着が回復していないことを明らかに

した。産総研が整備した微動のカタログにより伝播特性

を明らかにし、それを説明する基本的な物理モデルを構

築し､シミュレーションを行うことで微動発生領域にお

ける断層のレオロジー特性とその不均質構造を推定し、

国際誌に掲載した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震予測、歪、傾斜、地下水、深部ゆっ

くりすべり、深部低周波微動、東南海地

震、南海地震、シミュレーション 

 

［研 究 題 目］産総研発バイオマス化学の研究開発 

［研究代表者］中岩 勝 

（環境・エネルギー分野副研究統括） 

［研究担当者］平田 悟史、星野 保、村上 克治、 

松鹿 昭則、藤本 真司、井上 誠一、

遠藤 貴士、柳下 立夫、関根 伸浩、

東 孝一郎、横山 英幸、森川 博代 

（常勤職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、産総研が独自に有するリグノセルロー

スの分解技術、化学変換技術、バイオ変換技術を組み合

わせることで、アルコール、有機酸、芳香属化合物など

の基幹化学品を体系的に製造可能なプロセスの開発を行

う。BRRC では、環境化学技術研究部門、生物プロセ

ス研究部門、コンパクト化学システム研究センターと連

携し、リグノセルロースからの糖の低コスト製造技術の

開発ならびに発酵阻害物質の特定（課題１）、リグノセ

ルロースから分離生成したリグニンの新規利用法のロー

ドマップの作成とリグニン利用技術の提案（課題３）を

担当した。また、リグノセルロースの化学変換技術（課

題２）に対しては、BRRC が有しているリグノセルロ

ースに関する知見に基づいてアドバイスを行うととも

に、粉砕したリグノセルロースや各処理を行ったサンプ

ルを連携先のユニットに提供した。 

 課題１では、リグノセルロースの前処理時に生成する

没食子酸等のリグニン由来化合物が、酵素糖化およびそ

の後の大腸菌の発酵を阻害することを明らかにし、その

阻害物質除去の一つとしてイオン交換樹脂による吸着除

去が有効であることを示した。 

 課題３では、BRRC 独自技術である水熱・メカノケ

ミカル・酵素糖化法で生成した糖化残渣の特性分析と糖

化残渣からのリグニンの回収技術を検討した。糖化残渣

中にはまだ未反応の糖が多く残っており、リグニンの利

用のためには分離が必要であった。そこで糖化残渣を水

熱処理することで、処理残渣中のリグニン含有率が向上

し、さらに一部残渣の低分子化が可能であることがわか

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマスリファイナリー、リグノセル

ロース、ケミカル原料 

 
［研 究 題 目］バイオプラスチック製品中のバイオマス

プラスチック度の測定方法の標準化 

［研究代表者］国岡 正雄（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］国岡 正雄、船橋 正弘（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 以前より、炭素14の濃度測定法として、加速器質量分

析に着目し、米国と議論を行い、ASTM 法をもとに、

プラスチック製品のバイオマス度の測定方法の標準化を

推進している。その中で、プラスチック製品のどの部分

にバイオマス成分が含まれているかを測定することが必

要となってきている。具体的には、樹脂成分と添加剤そ

のどちらがバイオマス由来なのかを明らかにする必要が

ある。日本バイオプラスチック協会は、樹脂成分がバイ

オマス由来である度合いをバイオマスプラスチック度と

して、マーク認証制度を運営している。プラスチック製

品を樹脂成分と添加剤に分離し、それぞれのバイオマス

度を測定することにより、バイオマスプラスチック度を

求める方法を開発した。また、この方法が、多くの種類

のプラスチックに適用できることを確認した。溶媒をも

ちいることにより、樹脂成分と添加剤がきちんと分離で

き、それぞれのバイオマス炭素含有率を測定することが

できた。また、得られたデータを基にバイオマスプラス

チックの環境負荷を評価する指標、例えば、カーボンオ

フセットや、LCA によるエネルギー消費量、二酸化炭

素発生量、リサイクル度の求め方を検討した。これらの

方法を ISO 国際標準規格とするべく、データ収集を行

い、国際審議を通して、国際協調のとれた評価方法を開

発していく。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオマス炭素含有率、炭素14、試験法、

標準規格、ISO 規格 

 

［研 究 題 目］工場排水中のクロム(Ⅲ）とクロム

（Ⅵ）の分別定量法 

［研究代表者］中里 哲也、田尾 博明（環境管理技術

研究部門） 

［研究担当者］中里 哲也、藤田 愛、田尾 博明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水中のクロムは三価クロム［Cr（Ⅲ）］および六価ク

ロム［Cr（Ⅵ）]の状態で存在するが、Cr（Ⅵ）の毒性

は非常に高いため、環境基準や排水基準等では全クロム

と六価クロム［Cr（Ⅵ）］に対して個別の基準が設定さ

れている。また、Cr（Ⅵ）は排水だけでなく、土壌汚

染、RoHS などの化学物質管理規制に対応して分析件数

が増加しており、産業界・地方公設機関等からも、効率

の高い分析法が要求されている。しかし、既存分析法

（JIS K0102）は吸光光度法、共沈分離法など、煩雑な
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操作・長時間を要するといった問題があり十分に対応し

ているとは言えない。本研究では感度、簡便性、自動化

等に優れた液体クロマトグラフィー／誘導結合プラズマ

質量分析法（LC-ICP-MS）に基づく Cr（Ⅲ)および Cr
（Ⅵ)の分別定量法を確立し、JIS 素案を作成するもの

である。本年度は、昨年度までに基本技術を確立したク

ロム（Ⅲ）とクロム（Ⅵ）の分別定量法について、共存

物質の影響を明らかにし、これを基に分析条件再最適化

を行い、工場排水試料への適用範囲を拡大した。結果、

代表的な工業分野の実際の排水および廃水条件で、法規

制の対象である六価クロムについて、排水基準濃度の

1/10の低濃度（50ppb）にも適用可能にした。また、分

析時間および操作も現行 JIS K0102 65.2の吸光光度法

や共沈／原子スペクトル法と比較して迅速・簡便化した。

さらに、水質 JIS 開発委員会などで意見交換を行い、

JIS K0102.65.クロムに追加する素案を作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］クロム、定量、分別、形態、排水、JIS、
標準化 

 

［研 究 題 目］高精度温室効果ガス観測のための標準ガ

スの開発 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之 

（環境管理技術研究部門） 

加藤 健次、青木 伸行、安藤 美和子 

（計測標準研究部門）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、観測分野－計量標準分野が連携して、地

球観測・排出権取引に適した SI トレーサブルな温室効

果ガスの標準ガスを開発・作成し、国内主要機関間で巡

回比較実験を行って、各機関が維持する濃度スケールの

比較を行う。 

 H24年度は、小型容器と超精密天秤を用いた一段希

釈・質量比混合法による CO2標準ガスの調製法の検討

を行い、秤量方法の改良を進めた結果、調製過程での拡

張不確かさを、0.1ppm 以内に抑えることが可能となっ

た。また、高精度化のために自動秤量装置の製作を行っ

た。標準ガスの濃度の経時変化を抑えるために、容器の

内面処理法を最適化することを目的として、国内で採用

されている3種類の内面処理を選定して、各処理が施さ

れた容器を用意し、濃度既知の CO2標準ガスを移充填

して、濃度の経時変化データの取得を開始した。地球温

暖化観測推進事務局「温室効果ガス観測データ標準化ワ

ーキンググループ」が実施する国内機関間の巡回比較実

験に参加した。2回の実験のうち1回に作成したメタン標

準ガスを提供し、国内における観測機関と標準機関が連

携した初めての巡回比較実験を行った。他の1回は、既

存の CO2標準ガスを用いた観測機関間の巡回比較実験

であり、各観測機関間の濃度スケールの違いや、CO2の

同位体比が異なると、使用する分析計により測定濃度値

に違いを生じることが明らかになった。さらに、調製法

が確立されていない大気中酸素濃度観測用超高精度標準

ガスの開発に関して、高精度小型天秤の秤量可能最大重

量および秤量精度、容器内での濃度安定性等を考慮して、

酸素絶対濃度±1ppm の調製のために用いられる小型容

器を設計し製作した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準 

［キーワード］標準ガス、地球観測、SI トレーサブル 

 

［研 究 題 目］高精度温室効果ガス観測のための標準ガ

スの開発 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、加藤 健次、青木 伸行、

安藤 美和子（計測標準研究部門）、 

村山 昌平、石戸谷 重之（環境管理技

術研究部門）（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の温室効果ガス濃度の観測データは、全球規模

の温室効果ガスによる影響を評価する際に重要であり、

極めて高精度な測定が必要とされている。そのため、観

測機関（WMO 等）と標準機関（BIPM や NMI）の連

携により SI トレーサブルで高精度な標準ガスを供給す

る体制の構築に対する要望が高まっている。このような

状況の中、計測標準研究部門と環境管理技術研究部門が

連携して高精度な温室効果ガス観測のための標準ガスの

調製方法の確立を行うこととなった。計測標準研究部門

では、一段希釈・質量比混合法による高精度な標準ガス

調製法の確立のため、小型容器によるガスの秤量と二酸

化炭素標準ガスの調製法について検討を行うとともに、

秤量の高精度化を目的として小型容器用自動秤量装置の

試作を行った。また、秤量のための自動制御プログラム

を開発し、最適な秤量操作の実現及び秤量時の温度、湿

度、気圧の自動取得を可能とするシステムとした。環境

管理技術研究部門では、標準ガスの評価法の開発や既存

の標準ガスとの互換性などの評価を主に担当している。 

［分 野 名］計測・計量標準、環境・エネルギー 

［キーワード］温室効果ガス、高精度標準ガス、CO2、

大気観測、質量比混合法 

 

［研 究 題 目］戦略メタル国内資源循環プロジェクト 

［研究代表者］大木 達也（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大木 達也、田尾 博明、田中 幹也、

古屋仲 茂樹、西須 佳宏、林 直人、

成田 弘一、大石 哲雄、尾形 剛、 

加茂 徹、半田 友衣子、玄地 裕、 

工藤 祐揮、田原 聖隆、畑山 博樹、

増井 慶次郎、近藤 伸亮、高本 仁志、 

松本 光崇、小林 慶三、多田 周二、

田村 卓也、尾村 直紀、村上 雄一朗、 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(457) 

多井 豊、大橋 文彦、尾崎 公洋、 

西尾 敏幸、中山 博行、森下 翔、 

柘植 明、森川 久、清水 佳奈、 

森本 慎一郎（常勤職員34名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで無秩序に蓄積された我が国の都市鉱山ポテン

シャルや、どの廃製品から何を回収すべきかを明確にし

た上、製品選別～部品選別～製錬処理の境界領域を精緻

化したリサイクルビジョンを提案する。また、将来の戦

略的な都市鉱山形成を踏まえた評価・設計や標準化も視

野に入れた生産ビジョンの構築を行う。以上、環境管理

技術研究部門を幹事に5分野7研究ユニットの協力の下、

現行都市鉱山からの戦略メタルの高度回収から戦略的な

都市鉱山の創生に至る、生産－リサイクル統合ビジョン

を提唱するとともに、戦略メタルリサイクル研究拠点の

整備を目指す。 

 無秩序な現都市鉱山のリサイクルポテンシャル評価に

向けて、ライフサイクルシミュレーションのベースモデ

ルを開発、また、リサイクルコストの観点から最適な戦

略メタルのリサイクル設計を行うために必要な基礎デー

タを収集した。戦略メタル回収品目の選定に向けては、

都市鉱山のリサイクルポテンシャルと天然鉱山での鉱物

資源の利用可能性を包括的に考慮した金属利用可能性評

価手法の開発を実施した。また、廃3.5インチハードデ

ィスクドライブ（HDD）から Nd 磁石部を回収する新

技術において、磁石検出が困難な製品群を検証し、検出

率を向上させる条件を抽出した。さらに、廃製品の資源

価値を評価・選別する技術として、Ta 使用量に応じて

廃携帯電話を自動選別するシステムやレアアース蛍光ラ

ンプのみを自動選別する装置の試作機を開発した。廃製

品の中間処理－製錬処理の境界領域を精緻化したプロセ

ス構築では、まず、既存の Ta 製錬へ提供する Ta コン

デンサ回収の中間処理技術を開発した。プリント基板か

ら剥離した電子素子群の最適選別条件を見いだす電子素

子選別シミュレーションソフトを試作、β版を完成させ

てクローズドベータテストを実施した。また、Nd 磁石

を対象に、前記の廃 HDD から回収した磁石粉末から、

レアアースを回収する湿式製錬技術を検討した。酸化焙

焼－塩酸浸出－溶媒抽出分離プロセスにおける鉄の挙動

を検討した結果、イオン交換樹脂法による鉄の選択分離

の可能性が示唆された。さらに、レアアースを対象とし

た新規吸着分離剤の開発では、ベースメタルとの選択性

が高い吸着剤の作製に成功し、配位高分子化した有機リ

ン酸化合物が従来と異なるレアアース吸着特性を発現す

ることも明らかにした。溶融塩電解と合金隔膜を用いた

新規な電解セルを作製し、通電量とレアアース透過量の

関係から、安定な電解操作が可能なことを明らかにした。

モータ等から直接、磁石を回収する乾式製錬プロセスに

ついても検討、高性能磁石と銅、炭素を同時溶解（パイ

ロリサイクル）することで目的のレアアース元素を濃縮

できることを確認した。また、効率的にレアアース元素

の濃化層を作製できることを見出し、これらの知見をベ

ースに実際のモータ部品を溶解できる溶解炉を設計して

導入した。 

 生産ビジョンの構築では、戦略メタルのリサイクル効

率化に向け、中間処理技術と製品設計の関係強化を探索、

製品設計と社会システム設計の両面から資源循環システ

ムの構築を目指した。まず、鉱物が持つ特性とそれを用

いた製品の機能・性能との関係を明示する知識共有ソフ

トウエアのプロトタイプを開発するとともに、戦略メタ

ルを含む製品のライフサイクルを検討するシミュレーシ

ョンモデルを構築した。また、戦略メタル回収業者等と

の意見交換を行い、産総研で開発するリサイクルプロセ

ス技術を有効活用するための製品設計について情報収集

を行った。さらに、戦略メタルの適正循環のため、空間

的なタスク・リソース配分を表現する手法として、部品

リユース時に製品アーキテクチャを考慮して、分解・組

み立て・調整コストと輸送コストを同時に最適化するた

めの計算手法の開発を開始、本年度は都市鉱山最適化問

題のモデル化を行った。また、将来の代替磁性材料導入

によるリサイクル効率の低下防止と、Li の不純物分離

技術についても検討した。リサイクル設計では、代替材

料として Sm 系磁性材料が共存した場合に磁石を識別

するための暗号化登録、廃棄時にレアアース元素レベル

を確認できるプロラムを作成するとともに、識別マーク

を記載する方法を検討した。リサイクル材の不純物量を

測定しながら再生磁石を作製したところ、Ni の混入が

性能低下に大きな影響を与えることを明らかにした。さ

らに、Li と Mg を分離するための分子構造篩を作製し、

酸洗処理に耐えうる材料を開発した。 

 以上の成果の社会導入を促進する目的で、我が国の戦

略メタルリサイクル研究拠点となる「戦略的都市鉱山研

究拠点（SURE）」準備室の開室を目指して整備した。

産総研開発装置等を配した大空間ラボを持つ研究交流ス

ペースを整備するとともに、企業連携に向けて、政府、

外郭団体や民間へのヒアリングを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］都市鉱山、リサイクル、戦略メタル、レ

アメタル、レアアース、物理選別、製錬、

エコデザイン、マテリアルフロー、代替

材料 

 

［研 究 題 目］溶存酸素測定に基づく光触媒及び応用材

料の環境浄化性能評価 

［研究代表者］竹内 浩士（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］平川 力、根岸 信彰、西本 千郁 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 溶存酸素測定に基づく光触媒および応用材料の環境浄

化性能評価方法の開発に関する JIS 案および ISO 案を
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作成するための委員会を設置した。これまでに実施して

きた試験内容をもとに、委員会内において試験容器の形

状の一部を変更し、それに合わせた試験条件及び試験操

作手順の変更を行い、繰り返し精度および再現性につい

て検討し問題ないことを確認した。特に、試験前処理の

工程について、これまでは24時間程度必要としていたも

のを、種々の方法の検討から3時間程度の前処理で試験

を実施できるようにした。また、試験実施温度の適用範

囲を23±5℃と広く設定するにあたり、委員会内でワー

キンググループ（WG）を設置して、共同研究により試

験実施温度範囲内における再現性を確認した。WG お

よび委員会において決定された試験容器、試験装置構成、

試験条件を基にラウンドロビン試験を4機関にて実施し

た。3つの粉末試料、3つの薄膜試験片を用いて各3回試

験を実施し、粉末試料において CV 値3.6～14%、薄膜

試験片で6.11～31.1%と再現性が高いことが示された。

これらの結果を基に、JIS 原案を作成し、現在 JIS への

提案準備を行った。また、ISO 原案を提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒・溶存酸素・水質浄化・セルフク

リーニング・光触媒的酸素要求・光触媒

燃焼法 

 

［研 究 題 目］アジア戦略「水プロジェクト」 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鳥村 政基、中里 哲也、愛澤 秀信、

金 誠培、根岸 信彰、日比野 俊行、

王 正明、堀 知行、長縄 竜一、 

野田 和俊、柳下 宏、遠藤 明、 

川合 章子、羽部 浩、丹羽 修、 

栗田 僚二、矢吹 聡一、加藤 大、 

粟津 浩一、島 隆之、桑原 正史、 

藤巻 真、高橋 栄一、村川 正宏、 

坂無 英徳、野里 博和、鎌形 洋一、 

玉木 秀幸、成廣 隆、菅野 学、 

田村 具博、樋口 哲也 

（常勤職員32名） 

［研 究 内 容］ 

 水不足は21世紀の世界が直面する最大の問題の一つで

あり、アジア、アフリカを中心に約10億人が安全な水を

確保できないといわれている。アジアの水問題の解決

と、わが国水ビジネスの競争力強化のため、水質監視技

術、水質改善技術、情報ネットワーク技術を一体的に開

発することにより、水資源の有効利用に不可欠なスマー

トウォーターを先導するグローバルな技術開発拠点を目

指す。 

 水質監視技術に関しては、スマートウォーター、新た

な環境規制への対応、飲用水の安全性確保の観点から重

要となる①オンサイト・インプラント型水質監視技術、

②生体応答を利用する水質監視技術、③微生物の迅速監

視技術を開発した。①では、試薬を用いない全有機炭素

（TOC）分析装置を試作し、実際の河川水や排水に適

用し迅速かつ高精度な分析が可能なことを示した。本装

置では水そのものに紫外線を照射して生成する OH ラ

ジカルを酸化剤として利用する。重金属に関しては、バ

イオメディカル RI にて、電気化学検出に適した新規ナ

ノカーボン膜を開発し、鉛、カドミウム等を市販のカー

ボン電極より高感度に検出できることを見出した。②で

は、内分泌撹乱性化学物質を従来より10倍以上高感度に

検出できる生物発光分子を開発した。③では、電子光技

術 RI にて、微生物に伴う光ディスクの反射率変化を高

速に検出できる装置を開発し、これに情報技術 RI と知

能システム RI の高次局所自己相関による画像認識技術

を適用して、微生物量の測定に成功した。また、環境管

理技術 RI にて、電気泳動のスタッキング技術に基づく

微生物濃縮法を開発し、1分以内に100倍以上の濃縮が可

能なことを明らかにした。 

 水質改善技術に関しては、油分や窒素分、PPCPs、
微生物など既存の水処理技術では処理困難な物質に対し

て、水処理技術として将来性が高く、かつ、発展途上国

にも適したものとして、①膜分離活性汚泥法（MBR：

メンブレンバイオリアクター）、②ナノ吸着材／光触媒

型水処理法を開発した。①では、パイロットスケールシ

ステムを2機作製し運転を開始した。本年度は油分の処

理に高活性を示す微生物を探索するため、種汚泥の微生

物組成を次世代シーケンサにより数万種レベルで明らか

にし、油分解菌を同定するため安定同位体追跡試験

（SIP）を行った。②では、従来の通水性の悪さや表面

積の小ささを克服する材料として、シリケート系リン吸

着剤を合成し、従来材と比較して極めて高いリン酸吸着

容量をもつことを見出した。また、炭素系および鉱物系

層状ナノ材料を合成し、中国で関心の高い PPCPs につ

いての吸着特性を現地の水を用いて、清華大学と共同で

評価するとともに、光触媒材料を炭素系層状材料の層間

に保持することにより、吸着と分解が可能な複合材料を

開発した。さらに、光触媒による滅菌および有害物質の

分解技術を途上国に適用するため、タイで水質調査を行

うとともに、タイおよびベトナムからの研究者を1ヶ月

間受入れ、国際標準でもある産総研の光触媒性能評価法

を指導した。 

 情報ネットワーク技術に関しては、水質監視データを

ネットワークを介してクラウド上に転送してデータ処理

を行い、広域コミュニティーの送水・水処理システムに

フィードバックして、安全で省エネ性に優れた水の循環

利用システムを構築するための①データ送受信システム、

②データ処理ソフトを開発した。すなわち、水質監視デ

ータを収集するため、環境管理技術 RI にて、データ送

信ユニットを開発し、水晶振動子センサのデータを

Twitter 上に転送するシステムを開発した。また、情報

技術 RI にて、有線又は無線（ZigBee）技術で接続した
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各種センサのデータを取得可能な Windows PC 用ソフ

トウェアおよび小型 Linux 装置を開発し、さらにその

データをクラウド（Google App Engine）上に転送し、

各データをグラフ表示可能にするとともに、環境管理技

術 RI が Twitter 上に集積しているセンサデータの取

得・グラフ表示も可能とした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水問題、水質監視技術、水質改善技術、

情報ネットワーク技術、スマートウォー

ター 

 

［研 究 題 目］遺伝子解析データの国際整合を支援する

新しい核酸定量技術の開発 

［研究代表者］井原 俊英（計測標準研究部門） 

［研究担当者］井原 俊英、齋藤 剛、山﨑 太一（計

測標準研究部門）、関口 勇地（バイオ

メディカル研究部門）（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

当所（計測標準研究部門及びバイオメディカル研究部

門）では、DNA チップ等における測定値の信頼性向上

に資するべく核酸（DNA 及び RNA）標準物質の開発

を行っており、DNA 標準物質については既に供給が開

始されている。当該標準物質における核酸の定量用標準

にはモノヌクレオチドが用いられるが、その純度評価が

高精度にできないことが課題の一つとなっていた。そこ

で、精確な純度評価技術として可能性のある定量 NMR
法に着目し、モノヌクレオチドに含まれる31P を指標と

した定量 NMR 法（31P NMR）の実用化を試みた。31P 
NMR における定量精度の最適化を行ったところ、約

1%の精度で評価できる測定条件を見いだした。さらに、
1H NMR と定量値を比較したところ、測定ばらつきの

範囲で一致する結果を得ることができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］核磁気共鳴分光法、31P NMR、定量分

析、核酸、ヌクレオチド、純度評価 

 

［研 究 題 目］東北・北関東地域の公設研の技術の高度

化支援事業 

［研究代表者］高辻 利之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高辻 利之、島田 洋蔵、廣瀬 雅信、

黒川 悟、飴谷 充隆、岸川 諒子、 

堀部 雅弘、権太 聡、阿部 誠、 

佐藤 理、大澤 尊光、増田 眞文 

（常勤職員10名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

最終製品の電磁環境両立性（EMC）規制の厳格化や

範囲拡大への対応、高精度化する部品の三次元測定機

（CMM）による評価への対応などの「公設研の試験・

評価技術の高度化」について、地方企業から公設研に要

望が震災前から寄せられており、以前から各公設研にて

この「潜在的な要望」への対応を取り組んできた。しか

し、今回の震災を受け、それらの活動が事実上停止した

状況にある。効率的に技術の高度化を再開・推進するた

めに、産総研が中核となって公設研の技術の高度化に必

要となる評価技術や手法（プロトコルなど）の開発を進

め、それらを活用した東北および北関東地域の公設研の

評価技術の高度化支援を進めた。 

 EMC 分野においては、情報通信機器に対する1 GHz
超の放射性妨害波試験への迅速な対応のため、光伝送シ

ステムを用いた共通 EUT を開発し、巡回試験によって

産総研オープンサイトにおけるリファレンス値と各サイ

トにおける測定値との差異を明らかにした。また、電源

線を有する共通 EUT を開発し、VHF-LISN の有無に

よる VHF 帯放射妨害波測定結果への影響を明らかにし

た。さらに、伝導性妨害波試験に用いる擬似電源回路網

（LISN）について、前年度に開発した疑似素子による

測定を行うとともに、実試験状態での LISN のインピ

ーダンスを測定し、LISN とレシーバ接続用ケーブル間

のミスマッチによるサイト間差異を明らかにした。 

 CMM 分野においては、公設研担当者が自ら保有する

三次元測定機の精度検査だけでなく、県内企業の保有す

る三次元測定機に対しても検査、測定精度分析サービス

を提供できるよう、配布済みのゲージの利用法、取得デ

ータの解釈法および使用上の注意についての講習会を行

った。また、公設研を介した県内企業への技術移転・情

報伝達として地域セミナーを開催した。さらに精密計測

技術の移転の一環として、公設研担当者の技術講習会へ

の派遣を支援した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］トレーサビリティ、放射性・伝導性妨害

波試験、暗室性能評価、疑似電源回路網、

三次元測定、形状測定、不確かさ評価 

 

［研 究 題 目］産業応用における CT（コンピュータ．

トモグラフィー）装置評価法の標準化に

関する研究 

［研究代表者］藤本 弘之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 弘之、阿部 誠、佐藤 理、 

高辻 利之、大澤 尊光（計測標準研究

部門）、三澤 雅樹（ヒューマンライフ

テクノロジー研究部門）、豊川 弘之

（計測フロンティア研究部門） 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、X 線 CT 技術は、主に医療分野で人体の画

像診断をする目的で使われてきた。近年、自動車をはじ

めとして産業分野で様々な用途に X 線 CT 装置等が導

入され、利用されるようになってきている。X 線 CT 装

置を使用することにより、対象物の内部の様子を観察す

るだけでなく、その三次元形状を測定することも可能に
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なりつつある。このような動向の中で、CT 装置の測定

精度を共通の手順により客観的・定量的に評価すること

が求められている。本研究は CT 装置に関する用語の

JIS 化を進めるとともに適切な標準試料（ファントム、

評価用ゲージ）を作製し、X 線 CT 装置に必要な品質や

精度を示す数値的な指標を設定するための研究開発を実

施する。H24年度は産業用 X 線 CT 装置の用語 JIS 原

案作成委員会において作成した JIS 原案を JISC に提出

した。また、ISO/TC213/WG10で審議が行われている X
線 CT 装置の性能評価手法について、ドラフトに記述さ

れたファントムを作製し、持ち回り測定を実施した。得

られた知見をもとに WG10への主張を行い、ドラフト

の技術的懸案を解消するための評価法の提案を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］産業用 X 線 CT 装置、三次元形状計測、

評価法、工業規格化 

 

［研 究 題 目］超高周波帯電磁波絶対強度センサと測定

技術の開発 

［研究代表者］島岡 一博（計測標準研究部門） 

［研究担当者］島岡 一博、堀部 雅弘、木下 基、 

岸川 諒子、飯田 仁志 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 無線情報伝送容量が指数関数的に増加し、これに対応

するため、大容量の情報伝送が可能となる超高周波帯

（100 GHz 超）の利用技術の開発が進められている。

日本は、本技術の研究開発（公共放送中継等）で世界的

に先行し実用化の一歩手前まで来ているものの、電波利

用に関わる国際規制への適合性確認に必要な、電磁波測

定技術（主に強度）の標準化が遅れているため、早急に

超高周波帯標準計測技術を確立し産業界をサポートする

必要がある。そこで本研究では、超高周波数帯において、

センサ単体で絶対電力測定が可能な、「超高周波数帯

（D バンド、110 GHz～170 GHz）電磁波絶対強度測

定センサ」を開発し、現在実用化が準備されている超高

周波帯（120 GHz）公共放送中継システムの放射電磁

波強度評価に適用可能なことを実証し、さらに、電磁波

強度測定における最大の誤差要因となる、電磁波反射の

精密測定を行う為の超高周波帯反射係数測定評価技術の

開発を目的とする。本年度は、D バンド超高周波電力

比較校正装置を完成し、カロリーメータ標準器本体試作

を行い、超高周波帯電力計の予備校正実験を実施した。

また D バンド反射係数測定装置の開発を完了し、校正

サービスを開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］高周波電力、D バンド、超高周波、電 

力標準、反射係数、カロリーメータ 

 

 

［研 究 題 目］キログラムの再定義に向けた基盤技術の

開発 

［研究代表者］藤井 賢一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 賢一、倉本 直樹、早稲田 篤、

上田 和永、水島 茂喜、日置 昭治、

成川 知弘、黒河 明、東 康史 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 質量の単位であるキログラムは国際単位系（SI）の

中で唯一人工物によって定義されている基本単位であり、

その質量の歳月に伴う変動が報告されている。このため、

2011年に開催された国際度量衡総会において、国際キロ

グラム原器を将来廃止し、プランク定数に基づく定義へ

移行することが採択された。計測標準研究部門では2011

年にアボガドロ定数を世界最高精度で測定した実績があ

るが、再定義にあたっては更に高精度な測定が求められ

ている。そこで、本研究では28Si 同位体濃縮単結晶から

作成された1 kg の球体の体積を1.5×10−8、モル質量を8

×10−9、格子定数の均一性を1×10−9の相対標準不確かさ

で評価し、これらの測定結果およびアボガドロ国際プロ

ジェクト参加研究機関による測定結果からアボガドロ定

数（プランク定数）を2×10−8よりも良い世界最高精度

で決定し、キログラムの再定義に必要な技術基盤を確立

することを目標とする。 

平成24年度は球体の体積測定高精度化のために、温度

測定システムおよび分光エリプソメーターによる球体表

面分析システムの開発を行った。また、球体表面の汚染

物質が球体質量に与える影響を評価するために X線光電

子分光分析装置（XPS）を整備し、エリプソメトリーだ

けでは得られない汚染物質の定量分析の準備を進めた。

モル質量測定については、濃縮同位体（28Si、29Si およ

び30Si）と試料となる28Si 濃縮シリコン球体周辺の結晶

を、フッ素樹脂（PFA）容器および器具を用いて溶液化

し、マルチコレクター誘導結合プラズマ質量分析装置

（MC-ICP-MS）を用いた同位体比測定を行なった。格

子定数の均一性評価に関しては、X 線強度を向上させる

ための X 線集光素子を整備し、測定サンプルの温度安

定性を向上させた。 

現在、ドイル物理工学研究所（PTB）で球体の表面

汚染除去のための再研磨が進行中であり、研磨終了後に

アボガドロ国際プロジェクト参加国（日、独、伊、豪、

国際度量衡局）による持ち回り測定が開始される予定で

ある。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］国際単位系、SI、キログラム、質量標 

準、アボガドロ定数、プランク定数、
28Si  

 

［研 究 題 目］回転軸ぶれ検出機能を有するインテリジ

ェント・ロータリエンコーダの性能評
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価法の確立 

［研究代表者］渡部 司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部 司、近藤余範、佐藤 理、 

藤本 弘之、権太 聡、高辻 利之 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、産総研「特許」の技術移転として、角度誤差を

検出できる自己校正機能付ロータリエンコーダ

（SelfA）に、新たな特許として回転軸ぶれ検出機能が

付加された SelfA+が開発された。しかし新しい原理で

あることから評価技術が十分に発展しておらず、中小企

業が海外進出・展開するにあたって障害となっている。

そこで、このインテリジェント・エンコーダの中小企業

による海外販売の促進を後押しするために、SelfA+の軸

ぶれ検出機能を定量的に評価する技術を確立し、回転機

器の安心安全、高寿命化に貢献できる基盤技術を確立す

る。エアベアリングのギャップを利用して、ボールによ

る外力により定量的に可変な軸ぶれを発生させる「軸ぶ

れ発生部」の機構と、レーザ測長により軸ぶれの XY 面

での変位量を同時に測定できる「高性能軸ぶれ検出部」

からなる「軸ぶれ性能評価装置」を開発した。研究開始

当初は、直径の異なる SelfA+を開発し、当該装置にて

評価する予定であったが、1つのセンサ基盤に3つの直径

の異なる SelfA+を配置した「SelfA+軸ぶれ検出部」を

開発し、これを「軸ぶれ性能評価装置」に内蔵すること

で、センサヘッドの個数の変化と直径の変化による軸ぶ

れ検出性能の定量的な評価とその比較を簡単にできる装

置とした。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さ計測、角度、位置決め精度、計測技

術 

 

［研 究 題 目］有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）（研究情報の公開データベー

ス化事業（RIO-DB)） 

［研究代表者］齋藤 剛（計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 剛、衣笠 晋一、渡邊 宏、 

山路 俊樹、滝澤 祐子、浅井 こずえ、 

鍋島 真美、小野 千里 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 RIO-DB でウエブに公開している有機化合物のスペク

トルデータベース（SDBS）に、419化合物（内、125化

合物は新規公開化合物）の質量分析（MS）127件、赤

外分光（IR）406件、H-1核磁気共鳴（NMR）129件と

C-13 NMR 133件のスペクトルを独自に測定、評価し

た上で公開した。すでに公開したデータのメンテナンス

を行い、スペクトルのデータのメンテナンスを5件に対

して行った。公開している SDBS のウエブページアク

セスは、1日平均約14.5万件であった。ユーザからのコ

メントの対応を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］有機化合物のスペクトルデータベース、

SDBS、質量分析スペクトル、赤外分光

スペクトル、核磁気共鳴スペクトル、ウ

エブ 

 

［研 究 題 目］有機化合物のスペクトルデータベース

（SDBS）のクラウド構築 

［研究代表者］渡邊 宏（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡邊 宏、齋藤 剛、衣笠 晋一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研内部および外部の関係するデータベースと連携

し、知的基盤として高度化、発展させるため、また産総

研の情報検索サーバのハードウェア環境が老朽化して安

定的に運用していくことが難しくなったため、有機化合

物のスペクトルデータベース（SDBS）を外部のクラウ

ド環境へ移設するとともに機能を追加、修正した。 

 連携については、あらたに Web 検索 API を計画、実

装し、計測・計量標準分野が知的基盤整備の一つとして

すすめる産総研 物質・材料データベースポータルへ組

込むとともに、外部とのさらなる連携を可能にした。 

 利用者の利便性を高めるため、検索結果画面に化学構

造図もあわせて表示する機能を追加して検索結果から目 

的とする化合物を見つけやすくし化合物 ID を用いて化

合物情報ページへ直接アクセスできるようにポリシーを

変更した。 

 運用面に関しては、スペクトルデータの拡充、整備な

ど今後の運営方針を決めるのに活用するため、毎日見ら

れているスペクトル数、良く見られるスペクトルの種類

など、できるだけ具体的な利用実績を計量、把握できる

ように改良した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］クラウド化、WebAPI、有機化合物のス

ペクトルデータベース、SDBS、質量分

析スペクトル、赤外分光スペクトル、核

磁気共鳴スペクトル、ウエブ 

 

［研 究 題 目］骨導超音波知覚に関する標準化（骨導音

の等ラウドネス曲線の推定）   

［研究代表者］中川 誠司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中川 誠司、伊藤 一仁 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 補聴器開発において特に重要となる知覚特性として

“物理的音圧と心理的な音の大きさ（ラウドネス）の関

係”を示すラウドネス特性が挙げられる。骨導超音波知

覚のラウドネスのダイナミックレンジは20dB 程度と、

可聴周波数と比較して極端に小さくなることなどが判っ
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ているが、十分な量・質のデータが収集されたとは言い

難い。十数 kHz の甲高い音として知覚される骨導超音

波の知覚判断は容易ではなく、信頼性の高い厳密な手続

きのもとで、統制のとれた心理計測を行う必要がある。

また、概して高周波の聴取においては年齢差、個人差が

大きくなるため、より多くの被験者のデータが必要とな

ると考えられる。さらに、骨導超音波研究には先行報告

が極端に少なく、心理物理計測のプロトコルや使用する

機器についても標準となるものは存在しない。本提案課

題では、上記のような諸問題についての検討を加えたう

えで、気導可聴音で推定されているような等ラウドネス

曲線の策定に取り組んだ。 

 2012年度は、昨年度までの検討結果に基づいて、実験

機器や心理物理計測のプロトコルに関する方針、および

安定した聴取試験結果を得るために必要な心理物理計測

の量についての方針を決定した。さらに、振動子出力の

補正方法にいくらかの再検討を加えつつ、ラウドネス特

性データの収集を進めた。また、原案作成委員会の設置

に向けて、委員会メンバーの選定、国内審議団体などの

関係団体や協力機関との具体的な話し合いを進めた。ま

た、標準素案（英文および和文）を作成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］骨導超音波、ラウドネス特性、工業標準、

補聴器 

 

［研 究 題 目］電気活性高分子アクチュエータを用いた

医療福祉機器実現のためのドイツ、フラ

ウンホーファーIPA との国際連携研究 

［研究代表者］安積 欣志（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安積 欣志、杉野 卓司、清原 健司 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 産総研で開発を行った電気活性高分子（EAP）アク

チュエータ素子の積層・大型化技術をドイツ、フラウン

ホーファーIPA（生産技術・オートメーション研究所）

と共同開発、この成果をもとに EAP デバイスの実用化

開発を加速化することを目標とする。 

研究計画： 

 EAP アクチュエータ素子の大型化・積層技術を開発

し、リハビリロボットや、医療用無音ポンプに使用可能

な、伸縮型アクチュエータデバイスのプロトタイプを作

製する。産総研において、素子の材料構成を検討し、

IPA において大型化、積層技術の検討を行う。素子レベ

ルでは、問題となる伸縮量、応答速度と発生力のトレー

ドオフの関係を大型化・積層技術で解決を行う事を目的

とする。 

進捗状況： 

 本年度は、まずシステム化技術の開発を行った。具体

的には、フラウンホーファーIPA と共同で、産総研で開

発を行った EAP 高分子アクチュエータを用いた薄型オ

ートピペットのプロトタイプを作製し、Nanotech2013
の産総研ブースで展示を行った。プロトタイプ作製のた

めに、アクチュエータ特性の測定データを基礎としたシ

ミュレーションに基づくデザインの決定、およびプリン

ト基板によるアクチュエータデバイス作製の手法を確立

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気活性高分子（EAP）、高分子アクチ

ュエータ、積層、大型化、システム化、

デバイス、プロトタイプ、医療用ポンプ、

リハビリロボット、オートピペット 

 

［研 究 題 目］研究情報公開データベースの強化事業 

［研究代表者］馬場 哲也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］馬場 哲也、山下 雄一郎 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

科学技術を支える基盤情報である物質・材料の熱伝導

率、熱拡散率、比熱容量、熱膨張率、放射率などの熱物

性データを収録した「分散型熱物性データベース」はハ

ードウェアメンテナンスや OS のアップデートの度にサ

ービスの一時停止を余儀なくされている。本事業におい

て連続的かつ安定的なデータベースサービスの実現を目

的に、分散型熱物性データベースのクラウド環境への移

行作業を実施した。具体的にはデータベース構造の変更

ならびに閲覧プログラムの修正を行い、クラウド環境に

適合したシステムとすることで、公開の準備を整えた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱物性データベース、物質材料系データ

バンク、クラウド、知的基盤 

 

［研 究 題 目］水素の液体燃料化技術と高効率利用シス

テム技術の開発 

［研究代表者］辻村 拓 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］辻村 拓、小熊 光晴、高橋 栄一、 

小島 宏一（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研イノベーション推進戦略課題として実施。本プ

ロジェクトでは、夜間や春秋季等のエネルギー需要に対

して余剰となり得る再生可能エネルギーを液体燃料化し、

エネルギーグリッド間、季節間の時空を超えた再生可能

エネルギーの輸送・貯蔵・利用に係る技術の高度化を目

指すものである。 

 これは将来の再生可能エネルギーの大量導入を支える

技術であり、蓄電池よりも経済性、利便性に優れるもの

と期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］再生可能エネルギー、エネルギーキャリ
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ア、水素、液体燃料、電力平準化、蓄電

池 

 
［研 究 題 目］生物・情報融合化解析システム 
［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］町田 雅之、小山 芳典、小池 英明、 

梅村 舞子、玉野 孝一、浅井 潔、 
堀本 勝久、光山 統泰、福井 一彦、 
関口 智嗣、小島 功、池上 努、 
油井 誠（常勤職員13名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 次世代シークエンサーなどの革新的な生物解析技術を

背景として、これまでに経験したことのない大規模な情

報が短時間で生産されるようになった。この情報を効果

的に利用して競争力を維持・向上させるためには、情報

処理技術を中心として生物解析と密接な連携に基づいた

総合的な技術体系、およびこれに基づいた解析システム

の構築が必須である。 

 今年度は、アセンブリングを自動化し、遺伝子発見、

アノテーションを含めて、未知微生物からの基本的な二

次代謝遺伝子予測のためのパイプラインを構築し、数種

の微生物の解析を実施した。これにより、これまで不明

であった化合物の生合成遺伝子の同定に成功した。また、

新たに比較ゲノム解析手法を用いた二次代謝遺伝子予測

技術を開発し、多数の未知の二次代謝遺伝子の予測に成

功した。これらの情報処理技術を用いて、アレイ解析と

酵母のタンパク質生産性の向上に関わる遺伝子の解析、

放線菌が生産する抗菌活性を有する低分子化合物の生産

に関わる遺伝子の予測を行った。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］次世代シークエンサー、バイオインフォ

マティクス、天然物化学、タンパク質生

産、二次代謝 
 
［研 究 題 目］パラゴムノキラテックス増産を目指した

ゲノム解析と分子育種 
［研究代表者］鈴木 馨（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］鈴木 馨、光田 展隆、鶴岡 直樹、 

藤原 すみれ（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
 天然ゴムは、タイヤを中心とするゴム産業において必

要不可欠な原材料であり、世界的な需要は増加の一途を

たどっている。その一方で、アブラヤシとの競合や森林

保全の観点などから耕地面積の拡大は難しいため、単位

面積当たりの生産性を向上させることが重要な課題とな

っている。そこで、インドネシア技術評価応用庁

（BPPT）、ブリヂストン、産総研の3者で連携してパラ

ゴムノキにおけるラテックス生産性の向上を目指した分

子育種の基盤技術構築をテーマに国際共同研究を実施し

ている。天然ゴムは、パラゴムノキが産出するラテック

スと呼ばれる乳液より生産される。我々は、パラゴムノ

キにおけるラテックス収量増加を目的として、遺伝子情

報解析や植物バイオテクノロジー研究に基づいた分子育

種のための基盤技術開発に関する研究を進めており、ラ

テックスの生産器官である乳管の形成機構の解明と形質

転換技術の確立を目指している。平成24年度は、乳管形

成の元となる形成層の形成機構を解析するためのモデル

系において制御因子の候補遺伝子を複数見いだした。ま

たパラゴムノキ培養細胞を用いた形質転換法の検討を行

い、障害となる主要な条件を特定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］パラゴムノキ、天然ゴム、ラテックス、

分子育種 
 
［研 究 題 目］TPEC 活用パワーエレクトロニクス研究 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 
［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、原田 信介、 

岡本 光央、岩室 憲幸、辻 崇、 

後藤 雅秀、俵 武志、坂井 隆夫 

（常勤職員5名、他24名） 
［研 究 内 容］ 

 地球温暖化抑制のために二酸化炭素排出量削減が叫ば

れる中、電力損失の削減（省エネルギー化）に重要な技

術として、SiC による超低損失デバイスを用いた高効率

電力変換器（インバータ）の実現がパワーエレクトロニ

クス産業界から期待されている。そのために、これまで、 

富士電機アドバンストテクノロジー株式会社、アルバッ

ク株式会社と連携して大容量 SiC デバイスの実用レベ

ルでの量産技術の共同研究を行った。H24年度は、さら

に、住友電気工業株式会社、トヨタ自動車株式会社等16

社、京都大学等5大学が参加する TPEC（Tsukuba 
Power Electronics Constellations）が開始した。本プ

ロジェクトでは、デバイス開発だけでなく、実装技術の

開発も行う。H24年度は、耐圧1200V の IE-MOSFET
の応用側への供給を開始した。また、実装技術開発用の

設備の導入と立ち上げを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］SiC、低損失デバイス、MOSFET、 

SBD、パワー半導体、量産技術 

 

［研 究 題 目］有機薄膜太陽電池の屋内用途試験・評価

方法の国際標準化の技術開発 

［研究代表者］吉田 郵司 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］吉田 郵司、他（太陽光発電工学研究セ

ンター、常勤職員2名）須田 洋幸、他

（環境化学技術研究部門、常勤職員11名、

他4名）、池上 敬一、他（ナノシステム

研究部門、常勤職員3名）、古部 昭広、
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他（計測フロンティア研究部門、常勤職

員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、太陽光発電工学研究センターを中心に、有

機薄膜太陽電池の屋内用途試験・評価方法の国際標準化

を推進するために、産総研内の各ユニット（太陽光発電

工学研究センター、環境化学技術研究部門、ナノシステ

ム研究部門、計測フロンティア研究部門）との連携に基

づいて、関連技術基盤の整備を集中的に行うことを目的

としている。具体的には、有機薄膜太陽電池の劣化評価

技術（シミュレーションを含む）、屋内性能評価技術等

の確立を目指すものである。 

 本年度は、複数のユニット間で連携を進めるために、

共通サンプル（小型セルおよびサブモジュール）の作製

体制の構築を行い、様々なアプローチでの試験・評価方

法を模索検討した。 

 発電層材料の劣化現象の解明に向けて、溶液状態で光

酸化させた材料を用いてデバイスを作成し、構造変化と

電池特性との相関を評価した。MALDI-TOF、GPC 等

を用いた構造解析により、p 型高分子の低分子量化が電

池特性低下の一因となっている可能性を見出した。また、

ケミルミネッセンスを用いた酸化劣化機構解明のため、

不飽和脂肪酸の酸化劣化に伴うスペクトル解析を行った。

また、劣化モデル化合物に対し密度汎関数法を用いた励

起状態計算を行い、実験結果との比較を行った。 

 発電層の光劣化について、熱刺激電流測定等を用いて

太陽電池特性と電荷トラップとの相関を調べ、不可逆な

光酸化劣化との相違を明確化した。また、熱劣化に関し

て、ドメインの小角 X 線散乱測定を行い、熱によるド

メイン成長と太陽電池特性との相関を明らかにした。更

に、共通小型セルの作製装置一式の導入と、サブモジュ

ール試作のための塗布印刷装置の導入検討を行った。 

 周辺部材評価として、モデル封止膜を用いた劣化要因

の内部への蓄積量計測法、および非破壊の劣化要因検出

法などを検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、劣化解析、屋内性能

特性、サブモジュール、国際標準化 

 

［研 究 題 目］災害対応ロボットシステム開発 

［研究代表者］横井 一仁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］横井 一仁、加藤 晋、尹 祐根、 

山野辺 夏樹、森川 泰、尾暮 拓也、

水口 大知、神村 明哉、梶田 秀司、

喜多 伸之、金子 健二、金広 文男、

森澤 光晴、中岡 慎一郎、 

三浦 郁奈子、浅野 太、麻生 英樹、

吉田 英一（以上、知能システム研究部

門）、加賀美 聡、西脇 光一、 

トンプソン サイモン（以上、デジタル

ヒューマン工学センター） 

（常勤職員21名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 東京電力福島第一原子力発電所廃止措置に向けた作業

に貢献するため、各種災害対応ロボットシステムに関す

る研究開発を行なっている。 

 短期的な貢献として、本田技術研究所と共同で、東京

電力の協力の下、原子炉建屋1階高所・狭隘部の環境計

測を行うロボットシステムを開発してきた。東京電力が

当該ロボットシステムの性能を事前評価した結果、同社

より早期の現場投入の要望があったことを受けて、東京

電力を加えた三社共同研究契約を締結し、福島第一原子

力発電所での実運用に向けて準備を進めた。開発した高

所調査用ロボットシステムは、産総研の担当した高所作

業台車にホンダが開発したアームロボットを搭載した遠

隔操作型のロボットシステムである。移動姿勢では、全

高約1.8m、全長約1.8m、全幅約0.8m と原子炉建屋内

の通路を通過できるサイズを保ちつつ、調査地点におい

ては最大5.3m の高さまで全長約1.7m の11自由度アー

ムロボットを持ち上げることができる。高所作業台車周

囲には、カメラ、LED 照明、レーザーマーカが装備さ

れるとともに、アームロボット先端には、カメラ、温

度・湿度、線量計、測域センサが搭載されており、4時

間以上の作業が可能なバッテリ、400m の光ファイバー

通信線と合わせ、被ばくの危険の少ない場所から、遠隔

操作により原子炉建屋の高所・狭隘部の調査を可能とす

るものである。システム安全設計の手順に従い開発を進

め、高い安全性と信頼性を確保している。本ロボットシ

ステムは、今後福島第一原子力発電所において、原子炉

建屋における放射線量等の調査に活用される予定である。 

 この他にも、各種災害対応ロボットシステムのための

シミュレーション環境の構築、災害対応ヒューマノイド

ロボットに関する基盤技術の研究開発等を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］災害対応、東京電力福島第一原子力発電

所廃止措置、高所調査用ロボットシステ

ム 

 

［研 究 題 目］エネルギー・生活支援情報の解析技術

（絆プロジェクト） 

［研究代表者］大場 光太郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］大場 光太郎、谷川 民生、小島 一浩、

梶谷 勇、麻生 英樹、松本 吉央、 

永見 武司、橋田 浩一、本村 陽一

（サービス工学研究センター）、 

西村 拓一（サービス工学研究センタ

ー）、小林 吉之（デジタルヒューマン

工学研究センター）（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 災害時のコミュニティの重要性は、これまで阪神淡路
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大震災の際の孤独死等の問題を機に注目されるに至った。

今回の東日本大震災ではその経験を活かして、避難者を

地域コミュニティ単位で避難所や仮設住宅へ割り振る等

の処置がとられたが、コミュニティ形成の持つ問題を根

本的に解決しているとは言い難いのが現状である。実際、

被災地ではコミュニティの崩壊により、廃用症候群によ

る高齢者の孤独死が深刻化しつつある。 

 一方で企業などが注目しているスマートコミュニティ

技術は、エネルギー・情報・交通をつなぐことで、自律

的な都市を構築し、活力あるコミュニティを構築する総

合基盤インフラ技術であり、平成24年度科学技術重要施

策アクションプランにも盛り込まれている。 

 しかしながら、ここでいうスマートコミュニティ技術

は、コミュニティ形成の基盤インフラとはなりえるが、

本来、街の基本となる人と人とのつながりを重視したコ

ミュニティ（“つながり（絆）”）形成の支援方法として

は十分ではない。つながり（絆）は基盤インフラの上に

乗る具体的サービスコンテンツの一つと考えられ、この

ようなスマートコミュニティ技術上における具体的なサ

ービスモデルについては、これまであまり議論がなされ

てこなかった。 

 そこで、産総研のような総合的に技術を有する機関が、

スマートコミュニティ技術を被災地のモデル地区に導入

し、そのインフラ上において、地域住民が本当に求める

“つながり（絆）”形成といった具体的サービスの実証

実験を先駆けて行い、その知見やノウハウを蓄積するこ

とで、企業が被災都市にスマートコミュニティ技術を導

入する際の一助となることが早期に期待される。 

 H24年度は、震災によりコミュニティが崩壊した被災

地の復興において、“つながり（絆）”を支援するサービ

スコンテンツを乗せるためのプラットフォームとして、

仮設住宅（宮城県気仙沼市五右衛門が原仮設住宅）に、

複数企業が資材などを無償提供し構築したトレーラーハ

ウス拠点、および産総研が有するセンサーネットワーク

技術を導入したスマートコミュニティインフラを構築し、

つながり支援のための情報収集プラットフォームの構築

を行い、人間工学実験審査を行ったうえで、①居住支援、

②ライフケア、③情報支援、④エネルギー支援、⑤移動

支援などの具体的なサービスモデルにおいて、情報の収

集・蓄積を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活支援ロボット、復興支援、つながり、

絆、コミュニティ 

 
［研 究 題 目］【FS】土壌と食品に係る放射性物質リス

ク管理技術の開発 

［研究代表者］駒井 武（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］駒井 武、張 銘、川辺 能成、 

坂本 靖英、保高 徹生 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、放射性物質による土壌および食品におけ

る汚染物質の負荷や動態に係るリスク管理技術を確立し、

調査や除染の効率化をはじめ、外部研究機関や所内研究

協力のもと、リスク・コミュニケーションや復興方策の

策定に寄与できる中立的・公共的立場による基盤技術の

提供を目的とする。 

 放射性物質の現場調査・モニタリング技術の開発では、

福島県内の土壌及び環境水を対象として、迅速かつ高精

度な調査を可能にするためのモニタリング技術の開発と

現場における検証を行った。現場で利用可能な可搬型分

析装置を導入し、山林や農地における放射性物質の分布

特性を調査するとともに、その精度と適用性を検討した。

また、環境水などを対象にして、吸着材料を用いた簡易

型モニタリング装置を開発し、福島県内の現場で実証的

な試験を行うとともに、プルシアンブルーを用いた捕集

装置については特許を出願した。 

 土壌から植物への移行特性に関する評価技術の開発で

は、福島県農業総合センターなどとの共同研究により放

射性物質の土壌から水域への移動性、さらにはコメやム

ギなどの植物への移行特性に関する評価を実施した。ま

た、福島県内で土壌ポット試験を行い、土壌種や環境条

件を反映した移行係数の不確実性解析およびリスク評価

用のパラメータ整備を行った。さらに、産総研の所有す

る土壌物性データベースを用いて再評価した移行係数の

結果とポット試験の実測値を比較検討した。 

 放射性物質の環境中の移動性や移行特性の検討では、

放射性物質の環境動態に関する調査・解析データをもと

に、土壌から食品への移行特性を反映した数値モデルを

作成した。地圏環境リスク評価システム（GERAS）を

基礎にして、安全科学研究部門が所有する水系暴露評価

システム（AIST-SHANEL）を組み込むための検討を

行った。福島県内の阿武隈川水系に AIST-SHANEL を

適用して、河川を通じた放射性物質の移行について数値

シミュレーションを行い、上記の環境モニタリングの結

果と比較検討して、開発した数値モデルの検証を行った。 

 放射能リスク管理手法および基盤情報の整備では、地

質情報研究部門との共同作業により、福島県における地

質および地形情報の3次元可視化に向けての実証的な検

討を行った。また、放射線防護のための新素材の設計お

よび試作を行い、福島県内の企業と共同で試作品の適用

可能性について評価を行った。さらに、土壌や食品の調

査、モニタリング、検査、並びにその結果を検証するた

めの基盤技術を整理し、調査手法、環境モニタリング技

術、リスク管理技術および技術資料などの具体的な形で

研究成果を社会に発信した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］放射性物質、セシウム、リスク管理、 

土壌汚染 
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［研 究 題 目］土壌と食品に係る放射性物質リスク管理

技術の開発 

［研究代表者］齋藤 則生（計測標準研究部門） 

［研究担当者］齋藤 則生、柚木 彰、海野 泰裕 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 東京電力福島第一原子力発電所の事故以降、放射性物

質による食品の汚染が懸念され、多くの検査機関で放射

能測定が行われている。検査機関では測定装置を校正し

て分析を行っているが、正しい測定ができている確証が

得られない場合がある。そこで、放射能の値が分かって

いる認証標準物質を用いることによって、妥当性の確認

が容易となるよう、認証標準物質の開発に取り組んだ。 

これまで、放射能濃度の標準供給範囲の下限は、

20000 Bq/kg であったため、一般食品の基準値である

100 Bq/kg より相当程度大きい。そこで、放射能分析の

信頼性の向上に向けて、標準供給範囲の下限値を2 

Bq/kg に拡大した。標準物質の製作は、（独）農業・食

品産業技術総合研究機構食品総合研究所と共同で行った。

対象はニーズの最も大きい玄米とし、放射性セシウムを

含む玄米の認証標準物質を8月31日に頒布を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射能、放射性セシウム、玄米、認証標

準物質 

 
［研 究 題 目］地下微生物で切り拓く資源創成型 CCS

技術の開発 
［研究代表者］中尾 信典（地圏資源環境研究部門） 
［研究担当者］中尾 信典、當舎 利行、坂田 将、 

吉岡 秀佳、竹内 美緒、持丸 華子、

片山 泰樹、田中 敦子、坂本 靖英、

加野 友紀、鎌形 洋一、玉木 秀幸、

鈴村 昌弘、鶴島 修夫、山田 奈海葉、

塚崎 あゆみ、中里 哲也、東野 晴行、

井上 和也（常勤職員13名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
１）CCS と微生物機能の融合効果の実証 

 深部地下環境を忠実に模擬する高静水圧培養システ

ムを構築し、同システムを駆使して高温高圧かつ嫌気

条件下でメタン生成菌を培養することに成功した。ま

た、メタン生成菌の培養期間中、経時的に溶存ガス成

分（メタン、水素、二酸化炭素）をモニタリングした

結果、いずれの成分についても再現性のある正確な測

定結果を得ることができた。 

 国内油ガス田環境における原油分解メタン生成ポテ

ンシャルの評価を行い、CCS と微生物機能の融合効

果の実証試験に適合する油ガス田の選定を試みた。そ

の結果、国内山形県新堀油田の油層試料から明確な原

油分解メタン生成ポテンシャルを検出した。 

２）CCS と微生物機能の融合のためのリスク評価 

 CCS と微生物機能の融合技術の実用化を念頭に、

CO2注入サイトとその近傍の一次リスク評価として、

次の研究を行った。 

・地中：枯渇油田を対象とした二酸化炭素注入プロセス

に、生物プロセスを取り込んだ物理的な地層モデルと、

油層条件を考慮した基本的な貯留層モデルを構築した。

また、坑井周辺の地質条件と坑井からの漏洩リスクの

関係を分析した。 

・海中：CO2の海底へ漏洩によって海底泥層から溶出す

ると危惧される微量金属およびリンの環境影響評価の

準備として、高感度な実験手法を確立した。実海域に

おける CO2漏出実験を行い、堆積物中のリン含量の

変化は顕著ではないことを観察し、CO2漏洩の影響は

小さい可能性を把握した。さらに、海域のシミュレー

ション手法を整備し、海水中の CO2濃度や pH の変化

を定量的に捉えられることを確認した。 

・大気：CO2圧入気体の漏洩を想定した一次リスク解析

を実施し、注入 CO2が全量定常的に漏出する極端な

シナリオでも居住域に健康影響のないことを確認した。 

・注入サイト周辺：産業リスクの分析手法によって一次

リスク解析を行うとともに、突発的な排出に対応でき

るモデルの開発を進めた。 

［分 野 名］地質、ライフサイエンス、環境・エネル

ギー 

［キーワード］高静水圧培養システム、メタン生成菌、

原油分解メタン生成ポテンシャル、微生

物を利用した CO2地中貯留、CCS、リ

スク解析、環境影響 

 
［研 究 題 目］重金属類土壌汚染調査評価及びリスク低

減方策に関する技術開発 
［研究代表者］張 銘（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］張 銘、川辺 能成、原 淳子、 

坂本 靖英、保高 徹生、井本 由香利、

杉田 創、星野 美保子、昆 慶明、 

高木 哲一、鈴木 正哉、駒井 武、 

月村 勝宏（常勤職員13名） 

［研 究 内 容］ 
 「土壌汚染対策法」の改正に伴う土壌汚染の原位置浄

化の高いニーズと、東日本大震災の津波によって発生し

た大量の津波堆積物に含まれる汚染物質への緊急対策を

背景に、本研究では、関連調査技術、浄化技術及びリス

ク評価技術に関する体系的研究開発を民間企業および他

研究機関との研究協力のもと実施し、技術の実用化と普

及による社会への還元を行う。具体的に、汚染物質濃度

のオンサイト計測技術、汚染物質のミクロな存在形態に

関する検討、土壌有機物質の存在や鉱物組成が浄化効率

に及ぼす影響の検討、酸性電解水及び動電学的手法を用

いた浄化技術の開発並びに地盤における汚染物質の移行

評価と環境リスク評価技術の開発を行う。2年目である
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今年度では、昨年度の成果を踏まえ、汚染物質濃度のオ

ンサイト測定技術の実用化、汚染物質のミクロな存在形

態の評価、土壌の鉱物組成及び有機物質が浄化効率に及

ぼす影響、ならびに動電学的手法を用いた浄化技術の開

発を中心に研究を進めた。その結果、以下に示す知見が

得られた。 

 汚染物質濃度のオンサイト計測技術については、実現

場での実証に成功を収め、実用できる段階に至っている

ことを明らかにした。汚染物質のミクロな存在形態の評

価については、沈降分級及び蛍光 X 線分析による形態

分析が可能であることを明らかにした。土壌の化学的成

分、鉱物成分、有機物含有量及びイオン交換容量などが

鉛などの溶出特性及び浄化効率に強い相関性があり、こ

れら土壌の性質を土壌洗浄及び原位置浄化の成否判断に

関する指標として利用可能であることを明らかにした。

動電学的手法を用いた浄化技術の開発については、実際

の浄化設計に有用なデータを取得でき、民間企業による

小規模現場実証試験への適用までに至った。今後は計画

に基づく更なる研究・開発を重ね、リスク評価に基づく

浄化技術の開発に重点を置きながら、現状の民間企業と

の共同研究を拡大し、関連技術の実用化と普及を推進し

ていく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］土壌汚染、重金属類、調査技術、 

浄化技術、リスク軽減 

 

［研 究 題 目］光で自在に操る有機新材料の応用分野の

開拓 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央、秋山 陽久、吉田 勝、 

阿澄 玲子、牛島 洋史 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

研究代表者らはこれまでに、産総研オリジナルの材料

である、「光で溶ける有機材料」（2010年12月プレスリリ

ース）、および「光による液化－固化を繰り返す材料」

（2012年4月プレスリリース)の開発に成功している。こ

れらの材料は、光で固体と液体間の直接変換が可能であ

ることに加え、繰り返し使用できることから、原理的に

低環境負荷なプロセス材料等への応用が期待され、産業

界から注目を集めている。本研究では、実際に企業連携

を促進するために、用途に沿った材料物性のチューニン

グや、試作品の製作等の応用について研究する。 

H24年度は、企業との連携可能性が高いと考えられる

応用分野として、フォトリソグラフィー分野および接着

・粘着技術分野について研究を行った。フォトリソグラ

フィー分野においては、基礎物性のチューニング及びパ

ターン作成技術開発を行った。一方で、接着・粘着分野

においては、新規材料開発及び接着特性の評価を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー・材料・製造   

［キーワード］光応答性材料、フォトリソグラフィー、

接着、粘着 

 

［研 究 題 目］上海交通大学との連携ラボを活用した国

際共同研究支援事業 

［研究代表者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］久野 敦、梶 裕之、後藤 雅式、 

成松 久、松田 厚志 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで当センターは、中国上海交通大学の研究者と

共同研究を行い、中国での糖鎖研究（特に糖鎖バイオマ

ーカー）を推進してきた。さらに平成23年4月には産総

研 -上海交通大学間連携グライコプロテオミクス

（GPomics）ラボを上海交通大学に設立し、日中での

糖鎖バイオマーカー関連の疾患早期診断技術開発を進め

ている。本提案では上海交通大学との共同研究を推進し、

国内民間企業と協力し産総研発糖鎖解析技術の中国市場

への参入を図ることを目標とした。また上海交通大学を

中心とした日中間での共同研究の促進のため、人的交

流・情報発信を進めていく。同時に「進化型 GPomics
技術」を開発することにより、国際開発競争力を強化す

る。 

 これらを達成するために本年度は以下の2つの課題に

ついて取り組んだ。①進化型 GPomics 技術開発と中国

での応用展開：これまでに無い感度や網羅性を実現する

進化型 GPomics 技術シーズの FS 試験を実施した。そ

の結果、2つの技術について系の確立が見込まれた。②

産総研発 GPomics 技術普及：GPomics 技術の中国研究

者への橋渡しを進めた。将来中国の糖鎖研究を担う大学

院生が国費留学生として9月より1年間滞在することにな

ったため、本年度は産総研発糖鎖解析技術であるレクチ

ンアレイの応用技術について半年間指導した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］グライコプロテオミクス、糖鎖バイオマ

ーカー、日中共同研究、技術移転 

 

［研 究 題 目］筑波大・企業三者連携による創薬支援技

術の開発 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、久保田 智巳、古川 功治、 

山崎 和彦、村木 三智郎、本間 一弘、

松田 圭司、菅生 康子、都 英次郎、

広川 貴次、榊田 創、金載 浩、 

鳥村 政基、愛澤 秀信、佐藤 浩昭、

岡崎 俊也、湯田坂 雅子、小倉 睦郎 

（常勤職員18名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、平成23年2月のアステラス製薬、筑
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波大学との各機関トップの合意に基づき、三者連携活動

として「バイオイメージング法」と「 Fragment 
evolution（FE）法」の研究開発を行い、創薬支援技術

の深化を進めることにある。ライフ分野のみならず、情

エレ、環エネ、ナノテク各分野の産総研メンバーが結集

し、それぞれの持つ独自の技術を融合させつつ、アステ

ラス製薬と筑波大学との連携形態を構築している。 

 バイオイメージング法の目標は、筑波大とアステラス

製薬で議論されている中性子線捕捉療法（BNCT）の適

応拡大を実現できる関連技術の開発と、PET 画像検査

を個別化医療へと進化させるためのコア技術の開発であ

り、産総研の技術アドバンテージをベースにした装置製

造開発を実施している。一方で FE 法の目標は FE 法の

技術革新であり、その実現のため、アステラス製薬の蛋

白質発現・精製、結晶調製、X 線結晶構造解析、化合物

設計・合成に関する技術と、産総研の知財取得技術、ノ

ウハウを中心とした独自の蛋白質発現・精製技術、結晶

化支援技術、溶液構造解析技術、インシリコ化合物設計

技術の融合を進めている。 

 平成24年度の予算獲得による研究推進の結果、目覚し

い進展が得られるに至った。特筆すべきは、「バイオイ

メージング法」研究における、手術低侵襲性化をめざし

た画像支援システムに必要な近中赤外線カメラの開発成

功（特許出願済）と「FE 法」研究における、世界的に

社会貢献度の高い NTD（Neglected Tropical Diseases: 
顧みられない熱帯病）治療に向けた標的分子構造の決定

であり、創薬支援技術の深化に貢献した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオイメージング、がん、低侵襲性医

療、個別化医療、創薬支援技術、顧みら

れない熱帯病、結晶調製、X 線結晶構造

解析、 

 

［研 究 題 目］高性能磁石の資源循環プロセスの開発 

［研究代表者］中村 守 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］中村 守、小林 慶三、尾崎 公洋、 

西尾 敏幸、高木 健太、中山 博行、

森下 翔、多井 豊、大橋 文彦、 

多田 周二 

（サステナブルマテリアル研究部門）、 

赤井 智子 

（ユビキタスエネルギー研究部門）、 

田中 幹也、小山 和也、成田 弘一、

大石 哲雄、大木 達也、古屋仲 茂樹、 

西須 佳宏、林 直人 

（環境管理技術研究部門）、 

森本 慎一郎 

（イノベーション推進本部） 

（常勤職員20名） 

［研 究 内 容］ 

 グリーンイノベーションに不可欠な高性能磁石（Nd-
Fe-B 系磁石）を安定供給するための技術開発を産業界

の意見（産業競争力懇話会：COCN）を反映しながら

推進する。これまでに、廃棄ハードディスクなどの小型

電子部材から磁石を物理的に選別・粉砕する技術を確立

しているが、この物理的プロセスの高度化、元素毎の回

収を目指した化学処理プロセスの開発、物理的プロセス

で回収した粉末から低コストで高性能磁石を再生するた

めの技術開発を行った。物理的プロセスの高度化におい

ては、ハードディスクドライブからネオジム磁石を含む

ボイスコイルモータを自動でくり抜く HDD-CS を開発

した。また、エアコンのコンプレッサ内のロータから、

ネオジム磁石を回収するため、コンプレッサに使われる

磁石の種類、形、ロータの形状を調べた。さらに、高性

能磁石の利用分野、使用済磁石の回収ルート、磁石の分

別方法などについても調査した。 
物理プロセスで得られた粉末を磁石へ再生するため、

粉末をさらに機械的合金化法などで短時間処理すること

でアモルファス化し、再焼結した。機械的合金化法の処

理時間や焼結温度を調整することで磁石の再生化は可能

であったが、結晶成長制御は困難であった。また、不純

物として含まれる遷移金属により再生された磁石の特性

はかなり低いことがわかった。産業界からは、磁石のま

ま再生するより重希土類の省使用化技術と連携した再生

化が要望され、重希土類を効率的に分離する技術を検討

する必要があることがわかった。 
化学処理プロセスの開発においては、ネオジムとジス

プロシウムの相互分離の最適条件を求めるため、酸性有

機リン試薬である PC88A による両元素の溶媒抽出にお

ける平衡定数を検討し、両元素の抽出挙動を定量的に計

算することを可能とした。化学処理プロセスへいかに高

濃度の重希土類を含む分別資源を提供できるかが化学処

理プロセスのコスト低減につながるものと考えられる。

特に、形状が複雑で磁石の取出しが困難な対象物に対し

ては、溶解法を利用したパイロリサイクル技術が有効で

あることがわかった。 
 高性能磁石の資源循環に対してはリサイクル技術の強

化へシフトするとともに、重希土類の省使用化技術と連

携した技術開発を行う必要がある。また、磁石の回収シ

ステムはまだ社会的にも構築できておらず、磁石のマテ

リアルフロー調査、回収のしくみ作りも併せて検討する

必要がある。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造 

［キーワード］高性能磁石、重希土類元素、リサイクル、

粉砕、HDD、コンプレッサ、ネオジム、

ジスプロシウム、溶媒抽出、焼結、資源

循環、パイロリサイクル 
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(3) 外部資金 

 中期目標や中期計画で定められているように、産業技

術総合研究所は、業務の効率的な実施による費用の低減、

自己収入の増加その他の経営努力により財務内容の改善

を図ることとなっており、そのため、外部資金や自己収

入の増加と固定的経費の割合の縮減に努めている。 

 外部資金の多くは、各省庁からの様々な制度に基づく

委託研究費で、その多くが、公募型資金となってきてい

る。産業技術総合研究所が受け入れる外部資金は、制度

的には、主に受託研究として受け入れられ、研究終了後

それぞれの委託元に詳しい成果報告がなされている。 

 

平成24年度に受け入れた受託収入等の状況 

資   金   名 
件数 

(ﾃｰﾏ) 
決算額(千円) 

受託収入  12,450,033 

(1) 国からの受託収入  5,270,701 

1)経済産業省  3,921,225 

インフラ・システム輸出促進調査等事業 1 1,198,712 

メタンハイドレート開発促進事業 1 827,717 

日米エネルギー環境技術研究・標準化協力 

事業 
2 537,850 

産業技術研究開発 4 333,381 

地層処分技術調査等委託費 2 286,861 

   国際標準化推進事業委託費 11 111,543 

石油資源遠隔探知技術研究開発 1 110,407 

二酸化炭素回収・貯蔵安全性評価技術開発 

事業 
1 107,010 

キッズテサイン製品開発支援事業 1 95,010 

   水素ネットワーク構築導管保安技術調査 1 63,227 

エネルギー使用合理化技術開発等 1 61,180 

石油精製業保安対策事業 1 50,912 

医療機器等の開発・実用化促進のためのガ 

イドライン策定事業 
1 52,547 

国内資源開発基礎情報取得等事業 1 51,843 

その他 3 33,026 

2)文部科学省  467,752 

科学技術基礎調査等委託事業 2 228,294 

科学技術試験研究委託事業 6 215,972 

原子力基礎基盤研究委託事業 2 23,486 

  3)環境省  749,537 

 核燃料サイクル施設安全対策技術調査 1 399,462 

地球温暖化対策技術開発・実証研究事業 1 292,984 

試験研究調査委託費 5 47,968 

環境研究総合推進費 2 9,124 

4)その他省庁 17 132,187 

(2) 国以外からの受託収入  7,179,331 

1)新エネルギー・産業技術総合開発機構 39 3,088,767 

2)その他公益法人 346 3,132,038 

3)民間企業 168 947,848 

4)受託出張  10,679 

その他収入  10,436,813 

(1) 資金提供型共同研究収入  3,357,545 

(2) 知的所有権収入  261,380 

(3) 外部グラント（個人助成金の間接経費分）  638,343 

(4) その他  6,179,546 

合   計  22,886,846 

※ 千円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがあります。  

 
 
 

１）国からの受託収入  
【経済産業省】 

(1) インフラ・システム輸出促進調査等事業 

 我が国の経済再生の重要な役割と期待される次世代

自動車製造等に必要不可欠なこれらレアメタル資源を

安定的かつ早急に確保するため、資源供給国に対して、

我が国の産学官連携のコンソーシアム体制の下、レア

メタル資源の安定確保を目指している先進各国等の専

門機関・大学等との抽出・回収技術共同研究、レアメ

タル鉱床の共同調査を実施し、レアメタル資源国への

戦略的かつ総合的なアブローチを図ることで、我が国

へのレアメタル資源の安定供給確保を行うための経費。 

 平成24年度は、12.0億円で事業を実施した。  
 
(2) メタンハイドレート開発促進事業 

 日本周辺海域に相当量の賦存が期待されているメタ

ンハイドレートを将来のエネルギー資源として利用可

能とするため、平成 28 年度までに経済的に掘削、生

産回収するための研究開発を実施し、我が国のエネル

ギー長期安定供給の確保に資する研究を実施するため

の経費。 

 平成24年度は、8.3億円で事業を実施した。  

 

(3) 日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 

 日本国経済産業省と米国エネルギー省間で合意した

日米クリーン・エネルギー技術アクションプランに記

載されている5分野のうち、「基礎科学」分野および

「その他の再生可能エネルギー技術」分野を対象とし、

米国エネルギー省傘下の国立研究機関等と共同研究開

発を実施するための経費。 

 平成24年度は、5.4億円で事業を実施した。  

 

(4) 産業技術研究開発 

 化学物質審査規制法等での適用を想定しつつ、多様

なナノ材料のリスクを合理的かつ効率的に評価・管理

するための枠組みを構築するため、その基盤となるナ

ノ材料の有害性評価の手法開発を行う。ナノ材料に関

する日本主導の安全性評価・管理技術の確立によって

産業界の国際競争力の向上に資することを目的とする

経費、他。 

 平成24年度は、3.3億円で事業を実施した。  

 

(5) 地層処分技術調査等委託費 

 我が国において原子力エネルギーを継続的に利用し

ていく上で、原子力発電及び核燃料サイクルに伴って

発生する放射性廃棄物の処理処分対策を着実に進める

必要があり、高レベル放射性廃棄物等の地層処分にお

いては、多重バリアシステムによって長期的な安全確

保がなされる。この処分システムの成立性や安全性に

係る信頼性を一層高めていくため、天然バリアである
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深部地質環境の状況把握と将来変化に係る調査評価手

法の高度化開発を行うための経費。 

 平成24年度は、2.9億円で事業を実施した。  

 

(6) 国際標準化推進事業委託費 

 ISO/IEC ガイド71の理念に基づくアクセシブルデ

ザインを志向した製品・環境・サービスの体系的技術

を開発し ,それに係る一連の国際規格原案を

ISO/TC159（人間工学）及び TC173（福祉用具）に

提案することを目的とする経費、他。 

 平成24年度は、1.1億円で事業を実施した。  

 

(7) 石油資源遠隔探知技術研究開発 

 人工衛星を利用した高度リモートセンシング技術を

石油等の資源探査に活用するための基盤技術を活用す

るため、人口衛星から得られる画像データの処理解析

技術等の研究を実施するた めの経費。また、我が国

の喫緊の課題である大陸棚延長の可能性のある海域に

おける資源地質調査等を行うため、大水深域を対象と

した資源探査技術・データの蓄積を図るための経費。 

 平成24年度は、1.1億円で事業を実施した。  

 

(8) 二酸化炭素回収・貯蔵安全性評価技術開発事業 

 CCS 実用化に向けて安全性評価のために、弾性波

探査（反射法）を補完するモニタリング技術の開発に

加えて、モニタリング技術そのものを補完する観点か

ら弾性波探査で検知が困難と考え られる小規模な断

層や薄い砂泥互層などの地質構造の遮蔽性能を評価す

る技術の開発、及びそれら基盤となる知見やデータの

取得・整備を総合的に行い、CO2挙動評価精度の向上

とモニタリング・コストの低減化を目指すための経費。 

 平成24年度は、1.1億円で実施した。  

 

(9) キッズデザイン製品開発支援事業 

 子どもを安全かつ安心して生み育てられる生活環境

の整備に向けて、消費者庁・医療機関などに収集され

た事故情報をもとに原因究明等を行い、得られる科学

的知見を企業や業界団体に提供することで、事故予防

に配慮された安全・安心な製品開発や業界標準の作成

を支援すると共に、 安全安心設計のものづくりを産

業界が積極的かつ持続的に推進していく体制の構築を

目指すこと を目的とした研究を行うための経費。 

 平成24年度は、1.0億円で実施した。 

 

(10)水素ネットワーク構築導管保安技術調査 

 一般需要家向けの水素のパイプライン供給に際して、

保安確保のために必要となる導管等のガス工作物につ

いて、そのネットワークとしての運用に係る安全基準

や工法等の具体的措置を明確化するため、これに有用

な基盤技術、知見を整理し、ガス事業法の技術基準等

の見直しに反映 させることで、水素ネットワーク社

会構築における保安確保を図るための経費。 

 平成24年度は、0.6億円で事業を実施した。 

 

(11)エネルギー使用合理化技術開発等 

 植物を用いた医薬品原材料・ワクチン・機能性食品

等の有用物質生産プロセスの開発およびその実証を産

学官連携の下で実施することにより、二酸化炭素排出

削減効果のある省エネ型革新製造プロセスを確立する

とともに、次世代ものづくり産業基盤を構築するため

の経費。 

 平成24年度は、0.6億円で事業を実施した。 

 

(12)石油精製業保安対策事業 

 最近問題となっている支燃性ガスを含む様々な混合

ガスの爆発事故被害を予測出来るシミュレーション技

術を、実験的計測により解析・評価を行い、これらの

ガスを安全に取り扱うために必要 な措置の調査検討

を行うとともに、石油精製プラント及び石油化学プラ

ントにおいて爆発事故が発生した際のプラント内外へ

の被害を予測するための手法の開発を目指すための経

費。 

 平成24年度は、0.5億円で事業を実施した。 

 

(13)医療機器開等の開発・実用化促進のためのガイドラ

イン策定事業 

 医療機器開発の迅速化と薬事法の承認審査の円滑化

を目的とした、個別の革新的な医療機器分野毎に生物

学的評価基準を軸とした工学(力学、化学、電気、情

報)的な評価基準を「開発ガイドライン」として作成

するための経費。 

 平成24年度は、0.5億円で実施した。 

 

(14)国内資源開発基礎情報取得等事業 

 近年、日本周辺海域における石油・天然ガス、海底

鉱物資源（海底熱水鉱床とコバルトリッチクラスト）

等の資源の開発の可能性が指摘され、開発が進展する

可能性が生じている。本事業では 日本周辺海域の地

質情報を収集・整理して、国民経済上特に重要であり、

その安定的な供給確保が特に必要な石油、天然ガス等

の鉱物の鉱区候補地の指定や資源探査許可申請への対

応のための基礎情報を整備するための経費。 

 平成24年度は、0.5億円で事業を実施した。 

 
(15)その他3テーマ0.3億円 

 

【文部科学省】 

(1) 科学技術基礎調査等委託事業 

 沿岸海域に存在する6つの活断層を対象として、地

震調査研究推進本部が今後長期評価等を行うために必
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要となる、活断層の活動履歴や位置・形状に関するデ

ータの取得を目的とした調査 観測・分析を実施する

等のための経費。 

 平成24年度は、2.3億円で実施した。 

 

(2) 科学技術試験研究委託事業 

 「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」、「ナノ

テクノロジー・材料」、「防災」の5分野において、文

部科学省が設定した課題等に関する研究開発を実施す

るための経費。 

 平成24年度は、2.2億円で実施した。 

 

(3) 原子力基礎基盤研究委託事業 

 基礎的・基盤的原子力研究を推進するとともに、政

策ニーズに基づく重点化を図りつつ、将来の応用まで

を視野に入れた研究を推進することにより、原子力分

野の研究基盤の重点的な強化、および持続的・安定的

な原子力技術の向上を図るための経費。 

 平成24年度は、0.2億円で実施した。 

 

【環境省】 

(1) 核燃料サイクル施設安全対策技術調査 

 放射性廃棄物の地層処分に係る概要調査などの立地

段階における調査のガイドライン、調査結果のレビュ

ー及び安全審査時に必要な安全評価手法の構築とその

手法を適用した安全評価に資する知見・データの整備

に資する研究実施のための経費。 

 平成24年度は、4.0億円で事業を実施した。 

 

(2) 地球温暖化対策技術開発・実証研究事業 

 我が国の地熱発電開発事業は、温泉との共生を図っ

ていかなければ進展しないことから、温泉に対する悪

影響がない発電が可能であることを実証する総合的な

地熱貯留層管理システムを開 発し、当該システムの

有効性を検証するための経費。 

 平成24年度は、2.9億円で実施した。 

 

(3) 試験研究調査委託費 

 環境省設置法第4条第3号の規定に基づき、関係府省

の試験研究機関が実施する公害の防止並びに自然環境

の保護及び整備に関する試験研究費を「地球環境保全

等試験研究費（公害防止等試験研究費）」として環境

省において一括して予算計上し、その配分を通じて国

の環境保全に関する試験研究の総合調整を行うための

経費。また、地球温暖化分野を対象として、各府省が

中長期的視点から計画的かつ着実に研究機関で実施・

推進されるべき研究で、地球環境保全等の観点から

(1)現象解明・予測、(2)影響・適応策、(3)緩和策、

などをテーマとする研究課題を実施するための経費。 

 平成24年度は、0.5億円で実施した。 

(4) 環境研究総合推進費 

 環境問題が人類の生存基盤に深刻かつ重大な影響を

及ぼすことに鑑み、様々な分野における研究者の総力

を結集して学際的、国際的な観点から総合的に調査研

究及び技術開発を推進し、もって持続可能な社会構築

のための環境保全に資することを目的とした経費。 

 平成24年度は、0.1億円で実施した。 

 

【その他省庁】17 テーマ1.3億円  

 

２）国以外からの受託収入 
(1) 新エネルギー・産業技術総合開発機構 

 平成24年度は、39テーマを30.9億円で実施した。  

 

(2) その他公益法人 

 平成24年度は、346テーマを31.3億円で実施した。  

 

(3) 民間企業 

 平成24年度は、168テーマを9.5億円で実施した。  

 

(4) 受託出張 

 平成24年度は、受託出張の経費0.1億円を受け入れ

た。  

 

３）その他収入 
(1) 資金提供型共同研究収入 

 平成24年度は、民間企業から30.5億円、民間企業以

外から3.0億円の合計33.6億円の資金提供を受け共同

研究を実施した。  

 

(2) 知的所有権収入 

 平成24年度は、当所が所有する産業財産権等を企業

等に利用させた実施料収入等として2.6億円を獲得し

た。  

 

(3) 外部グラント 

 平成24年度は、科研費補助金及び研究助成金の経理

委任収入（間接経費分）として6.4億円を受け入れた。  

 

(4) その他 

 平成24年度は、計量標準供給業務・計量教習業務に

よる手数料収入、地質図幅等の頒布収入、産学官連携

活動の一環として当所施設内で連携先が共同研究等を

行うときの経費負担収入及び国等からの機関補助金等

として、61.8億円を受け入れた。 
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1) 国からの外部資金 

①【経済産業省】 

・インフラシステム輸出促進調査等事業 

［研 究 題 目］持続的資源開発推進対策事業 

［研究担当者］高木 哲一、渡辺 寧、大野 哲二、 

村上 浩康、実松 健造、星野 美保子、 

森本 慎一郎、昆 慶明、申 基澈、 

堀内 悠、徐 維那、 

Jacqueline Vidal Satur、 

恒松 麻衣子（地圏資源環境研究部門）、

佐藤 大介、原 英俊（地質情報研究部

門）、大竹 翼（北海道大学） 

（常勤職員9名、その他7名） 

［研 究 内 容］ 
 本事業は、平成23年度補正予算（1年繰り越し）によ

り、資源エネルギー庁から受託したものである。本事業

は、1) レアメタル選鉱・製錬技術開発・資源評価技術

の高度化、2) 遠隔地大規模レアアース鉱床での探査・

現地選鉱技術開発、3) レアメタルグリーンフィールド

での資源ポテンシャル評価、4) 世界的レアアース資源

量評価とマテリアルフロー解析の4項目で、地圏資源環

境研究部門を中心に、地質情報研究部門の協力により実

施された。 

 1)では、平成23年度に導入した選鉱実験施設の高度化

として、高電圧パルス選択性粉砕装置（SELFRAG 
LAB）、小型浮遊選鉱器、蛍光 X 線分析装置、FT-IR 全

反射ユニットを導入し、レアアース鉱物の分離・抽出能

力および選鉱物の解析技術の向上を図った。また、資源

評価技術の高度化として、MLA（鉱物単体分離解析装

置）の EDS 増設および高精度年代測定装置 SHRIMP
の導入などを実施した。SHRIMP の導入にあたっては、

同機を設置するための恒温恒湿実験室を建設した。また、

装置操作のトレーニングのために豪州に約1ヶ月間2名を

派遣した。選鉱技術開発としては、モンゴル国で採取し

た鉱石の選鉱試験をフィンランド地質調査所で実施（外

注）すると共に、2名を同地質調査所に派遣し、共同実

験を通じた技術交流を行った。さらに、金属シリコン製

造技術開発、微生物を用いたレアメタル分離・回収技術

開発、放射光を用いたレアアース解析技術開発、液−液

界面特性を利用したレアアース鉱物回収技術開発など6

件を大学・民間企業等に再委託した。 

 2)では、モンゴル国西部ハルザンブルゲ鉱床を対象と

したボーリングコア調査、現地野外調査、化学分析等を

実施した。同鉱床はアルカリ岩付随型重レアアース鉱床

で、鉱業権者により多数のボーリング調査が実施されて

いる。産総研では、鉱業権者との研究協力合意の元でモ

ンゴル国内に保管されているボーリングコアの記載およ

び試料採取を実施、さらに現地調査にて鉱体や風化堆積

物の記載・試料採取を実施した。また、同鉱床に関する

調査研究1件を民間企業に再委託した。採取試料は、詳

細な鉱物学的検討を行うと共に化学分析を実施した。同

調査は平成25年度も継続し適切な資源ポテンシャル評価

を行う予定である。 

 3)では、南アフリカ共和国プレトリア北方のアルカリ

岩付随型重レアアース鉱床のボーリング調査および試料

解析を、南アフリカ地質調査所と共同で実施した。また、

米国ミズーリ州ピーリッジ鉄鉱床に付随するレアアース

鉱床の現地調査を実施した。また、南部アフリカ地域の

レアアース鉱床概要調査、モンゴル・中央アジア地域の

レアアース鉱床概要調査、付加帯チャート付随のレアア

ース鉱床概要調査の3件を民間企業・大学に再委託した。

南ア・レアアース鉱床は、2009年の産総研・南ア地調共

同調査で発見された鉱床で、アクセス条件が良く採掘も

容易であることから開発可能性が高いと判断し、本研究

にて5本の浅層ボーリングを実施（外注）、鉱体の形態や

品位分布を把握した。採取されたコア試料は、南ア地調

にて切断・粉砕し、化学分析を実施した。米国ピーリッ

ジ鉱床は、米国地質調査所（USGS）が調査対象として

おり、同所との共同研究の一環として現地調査を予定し

ていたが、USGS 研究者は予算的事情により参加せず、

産総研と鉱業権者およびミズーリ州地質調査機関が合同

で現地調査を実施した。同鉱床は塊状磁鉄鉱鉱床（休山

中）で一部の角礫パイプや尾鉱に高濃度なレアアースが

含有されることが報告されている。本研究では、過去の

ボーリングコアや尾鉱堆積場の堆積物から試料を採取し、

鉱物学的解析と化学分析を実施した。 

 4)は、インターネット等への公開情報、各種統計資料、

企業へのアンケート調査・ヒアリング調査等を基に実施

すると共に、調査業務1件を民間企業に再委託した。そ

れらの結果を基に、世界的レアアース鉱床のデータベー

ス構築およびレアアースの今後の需給予測などを行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］レアアース、化学分析、選鉱実験、モン

ゴル、南アフリカ、米国、マテリアルフ

ロー 

 

・メタンハイドレート開発促進事業 

［研 究 題 目］生産手法開発に関する研究開発 

［研究代表者］成田 英夫 

（メタンハイドレート研究センター） 

［研究担当者］海老沼 孝郎、天満 則夫、長尾 二郎、

神 裕介、今野 義浩、木田 真人、 
皆川 秀紀、江川 浩輔、宮崎 晋行

（兼務）、山本 佳孝、川村 太郎、 
米田 純、清野 文雄（兼務）、 
小笠原 啓一（兼務）、佐藤 章子、 
毛利 大、長原 さゆり、内海 崇、 
袴田 陽子、浅野 洋一、大山 裕之、

池田 育子、林 順子、眞城 一憲、 
渡辺 敬一、渡邊 瑞穂、深見 英司、
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羽田 博憲、金子 広明、西村 興男、

木村 匠、泉 彰子、伊藤 拓馬、 
西川 泰則、桝井 明、明円 文子、 
小林 秀男、片桐 淳、青木 一男、 
覺本 真代、熊谷 小百合、大野 孝雄、

根本 照子、大竹 道香、竹内 基、 
宮田 雅子、須々木 尚子、野崎 たみ、 
清水 努、椿 卓也、佐藤 康晴、 
白鳥 治子（常勤職員14名、他38名） 

［研 究 内 容］ 

 メタンハイドレート開発促進事業の生産手法開発に関

する研究開発では、大量かつ安定的にメタンを生産する

生産手法高度化技術の開発、坑井のガス生産性およびメ

タンハイドレート貯留層の生産挙動を高い精度で予測す

る生産性・生産挙動評価技術の開発および生産に伴う地

層変形・圧密挙動について長期的な安全性を評価するた

めの地層特性評価技術を開発する。 
 生産手法高度化技術の開発においては、強減圧時の

ガス生産挙動に及ぼす減圧スケジュールの影響を水飽

和率の異なるコアを用いた室内実験とそのシミュレー

ション解析によって評価し、減圧スケジュール初期に

相当する水飽和率が高いコアほど氷生成が盛んになり、

氷生成潜熱の供給によるガス生産性増進効果が高いこ

とを明らかにした。メタンハイドレート貯留層特性に

応じた天然ガス生産手法を最適化するため、大型室内

産出試験設備による強減圧生産実験を実施し、氷が生

成する期間、ガス生産性が顕著に増加することを確認

し、強減圧生産法の有効性を検証した。生産障害の解

析については、ハイドレート再生成のモデル化を行う

ために、生成と分解を繰り返した際の再生成挙動を赤

外分光法により解析し、フレッシュな状態では過冷却

度が大きいほどインダクションタイムが短くなる傾向

であることがわかった。また繰り返しによるインダク

ションタイムの変化については過冷却度が小さいほど

顕著にインダクションタイムが変化することを明らか

にした。細流砂移流蓄積による浸透率低下については、

海洋産出試験地にてコアリングされた事前掘削コアを

用いて、ハイドレートが胚胎する堆積層の性状分析を

元にどのような細粒成分が存在しているのか評価した。

細粒砂の圧入量と浸透率低下の関係を実験により定式

化した結果、コア圧入実験における経験式とほぼ一致

することを確認した。また、浸透率低下のコア長依存

性が見られることから、細粒砂の蓄積は主に流入口近

傍にて局所的に発生していることが推察された。ルー

プ型流動障害実験装置を用いて、メタンハイドレート

生成実験を実施し、メタンガス体積量の増加に伴い平

衡条件に近い値で生成し、かつ短時間で生成すること

を明らかにした。メタンハイドレート被覆気泡の挙動

解析では、被覆気泡がジグザグ運動を行いながら上昇

することを明らかにし、さらに静止流体中を上昇する

単一の被覆気泡の挙動の流体力学的な特徴を明らかに

した。 
 生産性・生産挙動評価技術の開発においては、地層の

孔隙圧減圧時に生じる圧密の影響評価のため、天然試料

の圧密および浸透率変化の測定を行い、孔隙率の減少に

伴う浸透率低下と、細粒成分の孔隙充填に伴う浸透性低

下が堆積物の粒径分布に関連することを確認した。地層

の連続性と断層活動の履歴について評価するため、第二

渥美海丘周辺域における堆積盆構造の復元解析を行い、

海丘周辺の断層活動に伴う堆積盆の構造発達を明らかに

した。これにより、第二渥美海丘の隆起に基づいて堆積

盆の形成は前半期と後半期に分類され、前半期では砂質

層が堆積しやすい堆積中心が海丘近傍に形成されたのに

対し、隆起が活発になった後半期では堆積盆の拡大と共

に堆積中心がより陸側にシフトしたため、海丘周辺には

泥質層が卓越しやすい堆積環境に変化したことを確認し

た。生産性・生産挙動評価においては、アップスケーリ

ング手法の開発を行い、シミュレーション実行時の計算

負荷の低減を可能とする数値モデルの分割手法の改良を

行ったほか、海産試験候補地の貯留層モデルの再構築な

らびに生産挙動予測を行い、海産試験における生産量の

事前評価を行った。 
一方、貯留層モデルの構築のため、第一回海洋産出試

験地において圧力コア取得作業を行うとともに、取得し

たコア解析を実施した。全層準における堆積構造の記載

および堆積物の物性分析（粒度分布、粒子密度、主要鉱

物組成）を行い、連携研究機関へ情報発信した。粒度分

布よりコア取得区間の岩相は上部、中部、下部に大別さ

れること、また粒子密度と鉱物組成は粒度分布に大きく

依存することを確認した。ハイドレート結晶包接ガス成

分・組成解析から、貯留層の深度ごとの包接炭化水素成

分・組成を明らかにすることにより、貯留層におけるメ

タンハイドレートの集積メカニズムに関する知見が得ら

れたほか、熱伝導率の計測についてはメタンハイドレー

トの分解に伴う熱伝導率の低下について解析し、実測値

は、初期は並列モデルに近い値をとるが、分解が進むと

共に大きく低下し、分散モデルの推算値へ推移すること

が明らかとなった。さらに、取得した圧力コア試料を用

いた力学試験について、米国の研究機関、大学と共同研

究を行い、実験試料の基礎物性（粒度分布、粒子密度、

含水比、孔隙率）を明らかにするとともに、コア試料を

用いた各種実験（浸透率、力学強度、飽和率、ガス組

成）のため、試料の整理、加工を行い、実験担当者に試

料を分配した。三軸圧縮試験によってメタンハイドレー

ト胚胎層より上位の泥勝ち砂泥互層の力学特性パラメー

タを求めた。 
 地層特性評価技術の開発においては、メタンハイドレ

ート層からのメタンガス生産に伴う地層変形・圧密挙動

を解析するための強度等の力学パラメータを実験的に継

続して取得した。また、取得した圧力コアのうち高圧条
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件下冷凍コアを用いた室内試験も行い、現場の各種パラ

メータの取得を進めている。さらに、地層の圧密による

浸透率低下モデル式を組み込んだ地層変形シミュレータ

を用いて原位置条件下での感度解析を実施し、メタンハ

イドレート分解や減圧に伴う圧密変形の影響を明らかに

した。さらに、坑井にかかる応力を評価するための室内

貫入試験装置を用いて、ケーシング、セメントおよび地

層の各材料間の接触面の実験データ取得を行い、接触面

における有効拘束圧などをパラメータとした摩擦強度に

関するモデル式を導出し、地層変形シミュレータの精度

向上を図った。生産期間中における坑井の健全性評価に

おいては、減圧区間や減圧の速度、地層傾斜等をパラメ

ータとした坑井周辺の応力分布に関する感度解析を行い、

坑井周辺の応力分布に地層傾斜の有無による影響は少な

いが、鉛直及び水平変位量は傾斜による影響が大きいこ

とを明らかにした。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］メタンハイドレート、貯留層特性、生産

シミュレータ、エネルギー効率、天然ガ

ス、生産技術、原位置計測技術、熱特性、

力学特性、圧密特性、相対浸透率、産出

試験、東部南海トラフ、地層変形、生産

障害 
 

・日米エネルギー環境技術研究・標準化協力事業 

［研 究 題 目］高効率 CO2還元触媒の半導体光触媒へ

の複合化に関する研究 

［研究代表者］姫田 雄一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、三石 雄悟、砂 有紀、

前川 秀（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、半導体光触媒の水分解により生じた水素

（電子）を用いて二酸化炭素の固定化・燃料化を目指し

た人工光合成技術の基礎研究を目的とする。可視光応答

型光触媒と二酸化炭素の変換錯体触媒などの高い人工光

合成用触媒技術を持つ産総研と、錯体触媒等の高度な材

料・反応機構解析技術を有するブルックヘブン国立研究

所（BNL）が、補完的に協力し、共同研究を行うこと

により、革新的な人工光合成触媒の基盤的技術の確立を

目指す。 

 本年度は、産総研の開発した二酸化炭素還元触媒をも

とに、水中常温常圧で二酸化炭素の水素化反応による水

素貯蔵とギ酸の脱水素化により高圧水素発生を組み合わ

せた水素貯蔵・放出システムを開発した。この成果は

BNL と共同で PCT 出願するとともに、 Nature 
Chemistry で発表した。また、新たな高性能触媒を見

出 し 、 Energy & Environmental Science お よ び

Chemistry - A European Journal で発表した。以上の

ように、本共同研究においては、当初の目標を超える優

れた研究成果が得られている。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］素固定、水素貯蔵  

 

［研 究 題 目］高圧二酸化炭素の光還元に関するプロセ

ス化技術の開発 

［研究代表者］川波 肇（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］川波 肇、石坂 孝之、川﨑 慎一朗、 
八重嶋 早枝子、David G. Grills 
（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、日米間の連携を築きながら、エネルギー環

境技術の開発を行うもので、当該研究課題は、高圧二酸

化炭素中で光エネルギーにより二酸化炭素還元反応を行

うことで、従来効率の悪かった人工光合成技術を高密度

で行い、より生産的な技術へと展開を図ることを目的と

している。加えて、高圧条件に適した反応システムを再

構築することで、新しい反応システムの提示を行い、プ

ロセス化への道を切り開くことが目的である。平成24年

度は、平成23年度に米国と日本の間で統一した試験方

法、評価方法に準じて触媒や反応システムの改良を行い、

光還元による二酸化炭素変換効率の向上の可能性を探っ

た。種々の検討の結果、反応系にレニウム錯体触媒と、

媒体に超臨界二酸化炭素、準溶媒として DMF を用いた

ところ、二酸化炭素から一酸化炭素の生成が大幅に向上

されることが確認された。触媒の TON 値は150を超え

る値を示すことが分かり、類似の反応系（既報）で比較

すると約10倍向上していることが明らかになった。さら

に、TOF 値も従来比で数倍高い値を示すことが明らか

になり、超臨界流体以外の効果があることも示唆され

た。これらの結果から、高圧二酸化炭素による光還元シ

ステムは、光による二酸化炭素から一酸化炭素への変換

プロセスとして将来有効であることを示すことに成功し

た。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水、二酸化炭素 

 

［研 究 題 目］多核金属錯体の CO2多電子還元機構の

解明 

［研究代表者］小池 和英（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］小池 和英、佐野 泰三 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、究極の再生可能エネルギーである光（太

陽光）エネルギーを利用した CO2の有効利用技術とし

ての「人工光合成」システム構築を目的とする。化学的

な「人工光合成」系として、触媒活性や選択性の点で有

望な金属錯体触媒を CO2と直接反応（多電子還元反

応）する基本要素に選び、多核化や金属クラスター触媒
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等との複合化により、ボトルネックとなっている多電子

酸化還元反応の高効率化を目指す。 

 H24年度は、昨年度の成果を踏まえて、多段階反応で

ある CO2光還元反応について、重要な素過程としての

「多核錯体の構成ユニット間の電子移動」に注目し、そ

の過程の機構と速度の定量評価を目指した研究を行った。 

 H23年度に測定を行ったルテニウム複核錯体と比較し

て、より高速な電子移動が期待できる系（ルテニウム‐

レニウム複核錯体）を新たな測定対象として選び、時間

分解分光法による測定を行った。その結果、触媒として

の反応効率の高いルテニウム‐レニウム複核錯体におい

ては、比較的高速の電子移動（ket>2x107s-1）が実現さ

れていることを明らかにした。 

 さらに、通常考えられている(1) 光増感部の光励起に

よる励起状態の生成、(2) 光増感部の励起状態の還元的

消光による1電子還元状態への変化、(3) 光増感部の1電

子還元状態から触媒部への電子移動による触媒部の1電

子還元状態の生成、の過程に加えて、光増感部の光励起

により、直接電荷分離が誘起され、触媒部の1電子還元

状態が生成する過程が存在することを見出した。この測

定法を応用すれば、ユニット間の電子移動の詳細かつ定

量的な評価が可能であり、錯体触媒の分子設計と反応効

率の相関解析に適用できると期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工光合成、CO2、金属錯体、触媒 

 

［研 究 題 目］色素増感起電力を利用した水分解水素製

造 

［研究代表者］草間 仁（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］草間 仁、小野澤 伸子、舩木 敬、 

三石 雄悟、小西 由也、北尾 修、 

中澤 陽子、船越 裕美 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 光のエネルギーを用いて見かけの電気分解効率を向上

させ、水素コストを大幅に低下させる技術として半導体

光電極水素製造がある。この光電極は太陽電池による補

助電源が一般的には必要であるが、この電源電力も低コ

スト化する必要がある。本事業では、低コスト水素製造

のために半導体光電極および、補助電源用の太陽電池と

して革新的な低コスト化が期待できる色素増感セルの起

電力を組み合わせた統合水素製造システムの研究を米国

のブルックヘブン国立研究所（BNL）と協力して行

う。 

 半導体光電極に関しては、白金（Pt）の析出した酸

化タングステン（WO3）粒子粉末をイオンミリング法

で薄片化し、その電子線回折像を観察することで、Pt
が選択的に析出した結晶面を同定することを試みた。そ

の結果、[001]面と平行な結晶面に Pt が選択的に析出

していることが明らかとなった。WO3の[001]面は優先

的に還元反応を進行できる活性サイトとして機能するこ

とを明らかにすることができた。 

色素増感セルに関しては、既存の基準色素だけでなく、

産総研で開発した色素の構造も電解液中の成分との相互

作用に大きな影響を与えていることが示唆された。色素

自体や色素増感セルの安定性にもその構造の違いが影響

することを見いだした。 

色素増感セルと光電極の複合システムに関しては、同

じソーラーシミュレータ下で、独立した色素増感セルと

光電極の電流－電圧特性が分かれば、複合システムによ

る水分解水素製造の効率がほぼ推定できることを明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素製造、色素増感、光電極 

 

［研 究 題 目］重水素化増感触媒の耐久性に関する研究 

［研究代表者］川西 祐司（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］川西 祐司、宮沢 哲、下位 幸弘、 

椎名 祥己、小畑 繁昭、井上 杏子 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 重水素（D）は水素の安定同位体で、天然に約

150ppm 存在し、存在比の最も高い軽水素（H）の倍の

質量数（＝2）を有する。我々は、有機分子中に含まれ

る軽水素を重水素に置き換えることにより、光や酸化還

元などに対する有機分子の耐久性が、20～100%以上向

上することを近年見出し、独自の同位体交換技術による

有機電子材料等への展開を検討している。本研究は、長

期駆動可能な光エネルギー変換系で用いることのできる、

高耐久な増感色素・分子触媒等の増感触媒の開発を目的

とし、水の人工的な光分解ならびに二酸化炭素固定に関

する基礎研究に優れる米国ブルックヘブン国立研究所と

協力して進めている。色素増感太陽電池開発において、

比較評価にしばしば用いられる N3色素を、重水素型と

した分子 N3-D を合成した。その耐久性に関わる基礎

特性評価を、色素吸着した酸化チタン膜に対して行った

ところ、光照射により半導体への電子注入とともに生成

する N3の酸化体が、そのまま放置されやすい低効率な

ホール埋め戻し条件下では、N3色素の構造変化が進み

やすいが、N3-D を用いると、その構造変化が通常の

N3に比べて抑制され、耐久性は10%以上向上した。さ

らに、重水素型 N3-D と通常の N3では、その励起状態

寿命すなわち失活プロセスに相違があることも明らかに

なり、耐久性の向上効果との関係について量子化学計算

とあわせた検討を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］色素増感太陽電池、耐久性、重水素標識、

増感色素 
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［研 究 題 目］共同施設相互利用によるナノエレクトロ

ニクス、ナノ材料開発 

［研究代表者］秋永 広幸（ナノデバイスセンター） 

［研究担当者］秋永 広幸、島 久、野田 周一（ナノ

デバイスセンター） 
（常勤職員2名、他1名） 
亀井 利浩（集積マイクロシステム研究

センター） 
［研 究 内 容］  

目的： 
 先端機器共用施設は、その場において多様な研究課題

と人材の交流がなされることから、オープンイノベーシ

ョンプラットフォームとしての機能を持つ。日米共に、

このようなプラットフォーム間のネットワーク構築事業

において世界を先導してきた経験を持ち、両者が連携を

組むことは、全世界的課題に対する研究を推進する上で

極めて効率的である。本事業では、日米の先端機器共用

施設を相互利用することにより、低炭素社会の実現を目

指した環境・エネルギー分野の革新的研究開発の促進と、

研究者交流や最先端情報の共有化等、協働のシナジーに

よる研究連携ネットワークの強化を図る。 
年度進捗状況： 
 米国側は Center for Integrated Nanotechnologies 
(CINT) / Sandia National Laboratories (SNL)、日本側

は Nano Processing Facility (NPF) / AIST が窓口とな

り、以下の2つのテーマを実施した。 
① 酸化物を用いた新規太陽電池の開発 

 平成24年度は、いままでに確立したスパッタおよび

PLD（Pulsed Laser Deposition）による膜質制御方

法を基本とし、①より詳細な膜質分析、②ヘテロ接合

界面形成技術、③素子構造最適化による高感度化を目

指した。また、理論計算においては界面での欠陥の影

響を理論的に見積もることを目標とした。その結果、

①スパッタおよび PLD により形成する Cu2O 薄膜の

膜質の詳細とその制御方法が明らかとなり、高温熱酸

化法に近い膜質（移動度>40cm2/V/s 等）や高い結晶

性が得られるようになった。②接合界面形成技術の改

良によって、デバイスの安定性の向上と素子面積の拡

大が可能となった。③p-i-n ダイオード型素子である

太陽電池のキャリア濃度プロファイルの制御による感

度および感度帯域の拡大の可能性が見出された。これ

に よ り 変 換 効 率 η =0.24% 、 Jsc=1.2mA/cm2 、

Voc=0.69V の太陽電池特性が得られた。理論計算に

関しては、変換効率を抑制する原因を推定するため、

より現実的な界面構造の再現を目指した。手始めにバ

ンドオフセット計算を行い、計算結果妥当性を実験と

の比較により確かめた。 
② ナノ光アンテナ技術の太陽電池応用 

 平成24年度は、電磁界分布（FDTD）シミュレーシ

ョンにより、太陽電池の光吸収を評価し、粒子群最適

化法により光吸収が最大となる銀ナノ構造の最適化を

進めた。昨年度は吸収層200nm のシリコンに対して

銀ナノ構造の最適化を行ったが、今年度は、より高効

率が期待できる厚膜に対して、シミュレーションを行

い D=540nm、P=720nm の時、増強度は17%に達した。

シリコン太陽電池の試作も進め、6.3%の効率を達成

した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］先端機器共用施設、太陽電池、ナノ光ア

ンテナ 

 

［研 究 題 目］蓄電デバイス用ナノ電極材料の開発と電

子状態解析 

［研究代表者］周 豪慎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、細野 英司、大久保 將史、

劉 銀珠、北浦 弘和、朝倉 大輔、 

李 徳、影沢 幸一、星野 純一 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

省エネルギー・地球温暖化対策に資する分散型エネル

ギーネットワーク構築のキーテクノロジーである高性能

二次電池として、リチウムイオン二次電池の高性能化が

期待されている。本研究では、既存の正極材料では得ら

れない電極特性の発現を目指し、高性能リチウムイオン

二次電池の実現を目指す。特に、ナノ材料における電気

化学反応メカニズムの解明を放射光内殻励起分光法によ

り行い、電極特性の高性能化への指針を得るとともに、

指針に基づいた材料設計を行う。 

 平成24年度の研究内容として、Cyano-bridged 活物質、

ナノサイズ LiFe0.4Mn0.6PO4、ナノ構造 LiNi0.5Mn1.5O4フ

ァイバー等の新規電極材料を用いて、ローレンス・バー

クレイ国立研究所（LBNL）の放射光施設における軟 X
線吸収分光による電子状態測定を行った。その測定結果

に関し、電極材料の電気化学特性と整合性について、理

論計算と合わせて検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］リチウムイオン二次電池、正極材料、ナ

ノ材料、軟 X 線吸収分光 

 

［研 究 題 目］ナノ構造を利用した低環境負荷で高効率

な熱電変換材料 

［研究代表者］山本 淳（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山本 淳、太田 道広、 

Jood Priyanka、國井 勝 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

熱電発電デバイスを利用することで、我々の身の回り

に存在する膨大な未利用熱エネルギーを利用価値の高い

電気エネルギーとして回収できる。しかしながら、従来

の熱電変換材料は性能が低く、そのうえ希少・毒性元素
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を含むために、熱電発電デバイスの幅広い実用化には至

っていない。そこで、本研究では、希少・毒性元素を使

わない低環境負荷な熱電変換材料の研究を進めている産

総研と、ナノテクノロジーを活用した高効率な熱電変換

材料に関する研究を展開している米国のアルゴンヌ国立

研究所（ANL）が協力して、高効率と低環境負荷の二

つの要求を満たす新しい熱電変換材料を開発することを

目的としている。 

平成23年9月から平成24年9月まで太田主任研究員が

ANL に長期滞在して、日米技術の融合を進めた。本年

度 は、研究 対象として Pb5Bi6Se14 を 選択した。

Pb5Bi6Se14の基本結晶構造は PbSe 層であり、その層間

にナノレベルの Bi2Se3層が挟まれている。作製した

Pb5Bi6Se14の熱電性能指数は、既存材料のそれと比較し

ても遜色はなく、今後、ナノ構造の制御とキャリア濃度

の調整によって熱電性能指数の向上が大いに見込める。

また、Pb5Bi6Se14の構成元素である Pb、Bi、Se は希

少・毒性元素であるため、産総研の技術を用いて低環境

負荷な元素への代替を進めていく。 

熱電発電に関する研究開発を次の段階に引き上げるた

めには、評価技術の高精度化が必須となる。1000℃以上

の温度で熱電変換特性を評価する手法を確立するために、

既存の R 型熱電対に代わる C 型熱電対による計測の妥

当性を検証した。標準物質候補である電解鉄の評価を実

施した結果、±5%以内の電気抵抗率の一致、±5%ある

いは5µVK−1以内のゼーベック係数の一致を実験的に確

認した。1100℃において、これら熱電変換特性を正確に

評価できるグループは世界的に見ても少なく、今後の材

料開発を有利に展開できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］熱電発電、熱電変換材料、ナノ構造、希

少元素代替、金属物性・材料、金属・資

源生産工学、廃熱利用、未利用熱エネル

ギー活用、日米協力 

 
［研 究 題 目］ナノ構造電極を活用する発電のための新

たな電気化学反応器の開発 

［研究代表者］藤代 芳伸 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］藤代 芳伸、鈴木 俊男、濱本 孝一、

山口 十志明、鷲見 裕史 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 燃料電池に代表される高性能電気化学反応器は高効率

物質・エネルギー変換技術として注目されている。日本

側で開発を進めているセラミックリアクター製造技術に

おける様々な構造、材料からなるナノ構造電極を共有し、

米国機関（アルゴンヌ国立研究所）と連携し、米国

DOE 放射光施設（APS）等で、最新の発電のための機

能性セラミック電極のナノレベルでの表面状態評価を実

施し、今後のナノ構造電極を活用する新しい高効率電気

化学反応器の開発展開に向けた課題抽出を検討する。 

研究計画： 

 日本側が先行する独自の世界最高レベルのナノ電極材

料製造技術によって様々な電極構造を具現化し、高度な

電極表面の評価が実施できる米国機関で相互に解析を進

め、両機関の技術を効果的に発展させる目的で、産総研

研究員を米国へ派遣し、共同申請で使用が許可された米

国放射光施設（APS）等を活用することにより、日米

共同での電極ナノ構造の機能解析を進める。 

研究進捗状況： 

 本年度は、アルゴンヌ国立研究所と連携し、SOFC
評価技術で実績がある米国の研究グループとともに、産

総研で開発しているナノ構造電極を有するチューブ型

SOFC の電気化学的な評価法から有効活性領域の検証

を推進した。具体的には、日米連携のもと、日本で製造

したナノ構造電極を有する電気化学セルの評価・解析を

進めることによって、電気化学的な解析により反応メカ

ニズムの解明に繋がる解析結果を得ることができた。今

後は、三次元構造解析も含めた詳細な連携解析を進め、

機能-構造の関係解析および開発するナノ構造電極につ

いて信頼性評価を進め、発電、電解等に関する産業展開

に繋げることを目指す。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ナノ構造電極、電気化学反応器、セラミ

ックス、固体酸化物形燃料電池、放射

光施設、機能・構造制御、低炭素、発

電、セラミックリアクター 
 

［研 究 題 目］クラスター化学に基づく（光）エネルギ

ー変換システムに関する研究 

［研究代表者］大古 善久（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大古 善久、脇坂 昭弘、久保 史織 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 再生可能エネルギーの利用を促進するため、低コスト

で高効率な技術やシステムの開発と共に、技術に見合っ

た市場形成の見極めが重要である。日本の優れた環境技

術分野（光触媒や吸着、クラスター分析等）の研究者と、

米国のナノ物質化学や（光）電気化学、エネルギー分析

の分野の研究者が協力することにより、革新的な（光）

エネルギー変換システムの基礎技術を開発する。計算機

シミュレーションによって反応経路を予測しながら、微

細で質の高いナノ物質の創製を進め、太陽光から高効率

かつ安定に水素ガスを発生させ、得られた水素を貯蔵す

るための最適なナノ材料開発を行うことを目標としてい

る。 

 今年度は、フィージビリティースタディーの位置づけ

として、米国の有するテーラーメイドナノ材料合成技術
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と日本が有する光触媒技術とを融合する可能性を検討し

た。その結果、キセノン灯からの可視光照射によって水

素ガスの泡が発生する様子を目視で確認できる高活性な

光触媒を開発し、更なる性能向上を期待している。また、

電子衝撃イオン化法による質量分析で観測される水-ア

ルコール混合溶液のクラスターイオンについて理論的検

証を試み、バイオエタノール精製技術に役立つ成果とし

て論文にまとめた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、クラスター分析、カーボンナノ

材料 

 

［研 究 題 目］高性能固体高分子形燃料電池の開発に関

する研究 

［研究代表者］崔 隆基（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］崔 隆基、土田 英二（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 アルカリ電解質形燃料電池（AMFC）は白金のよう

な高価な貴金属を用いなくてもいいので、既存の固体高

分子形燃料電池の実用化の妨げとなっている白金使用の

問題を回避できる。 

 しかしながら AMFC に用いられる電解質膜（AEM）

は膜の水酸化物イオンによりすぐ劣化してしまう問題が

あり、解決すべき課題となっている。通常のプロトン交

換膜は末端にスルフォン酸（-SO3
-）のようなアニオン

基を持っているが、AMFC に用いられる電解質膜は対

照的にアルキルアンモニウム（-N(R)3
+、R＝アルキル

基）などのカチオン基を末端に持っている。AEM に用

いられるカチオン基の一つであるグアニジニウム基の化

学的劣化機構及び AEM の骨格部分の劣化を分子シミュ

レーション技術を用いて調べた。グアニジニウム基に関

しては、電解質膜が水酸化物イオンとの反応により、

Sn2反応、引き抜き反応等の複数の経路で劣化が起こる

事を明らかにした。また、骨格部分の劣化が予想よりは

はるかに起きやすいことが計算から明らかになった。こ

れらの結果は AEM のカチオン部分だけでなく骨格部分

の劣化の制御も今後の開発に重要であることが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］燃料電池、高分子電解質膜、分子シミュ

レーション 

 

［研 究 題 目］クリーンアップ石炭ガス化ガスのための

SOFC 燃料極開発 

［研究代表者］堀田 照久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］堀田 照久、山地 克彦、岸本 治夫、 

       倉本 浩司、陳 剛 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 クリーンアップされた石炭ガス化ガスを固体酸化物形

燃料電池（SOFC）で適用するための材料基礎研究を行

なった。特に、石炭ガス化ガス特有の不純物が多量に含

まれるガス雰囲気下において、作動しうる高性能燃料極

の開発を行うことが目的である。SOFC 材料の不純

物・劣化分析技術に優れる我が国とガス不純物の影響評

価に先行する米国との英知を結集し、共同で石炭ガス化

ガス不純物の SOFC 材料に対する影響を解明し、許容

範囲を明らかにすると共に高性能燃料極の開発を行う。 

 本年度は、（La, Sr）TiO3（LST）の安定性向上、性

能向上を目指し、A サイト欠損 LST の電解質材料との

反応性、石炭ガス化ガスに含まれる不純物の一つである

PH3中での安定性を評価し、GDC とのコンポジット電

極としたときの水素中での性能評価を行った。界面の安

定性や PH3との反応性は、LST における A サイト欠損

量の増加とともに改善した。コンポジット電極とした際

の性能向上も確認した。 

また、石炭ガス化ガスに係る視察として、国立エネル

ギー技術研究所（NETL）の Pittsburgh を訪問、CO2

回収のための吸収剤開発、石炭ガス化ガス中の微量重金

属蒸気除去技術、回収 CO2の地下貯蔵技術などについ

て知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、石炭ガス化ガス、

不純物、酸化物燃料極、安定性 

 

［研 究 題 目］水素生成光触媒電極の耐久性向上に関す

る研究 

［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実、安藤 康伸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

近年の地球規模での気候変動に関わる環境・エネルギ

ー問題の解決は人類にとって喫緊の問題であり、化石資

源に変わりうるクリーンエネルギーの開発は最重要課題

である。本事業では計算科学的手法を用いて、太陽エネ

ルギーから化学エネルギーへの変換効率を飛躍的に向上

する材料開発へ向けた研究を行う。具体的には水素発生

光触媒電極の劣化メカニズムを解明し、電極寿命の飛躍

的増大に資する研究を行う。 

昨年は有効遮蔽媒質法を平面波擬ポテンシャル計算コ

ード PWscf に導入した。本年度は本プログラムを用い

て、実際に水素発生光触媒電極のモデル系において、X
線吸収スペクトルのシミュレーションを行った。スペク

トルの特徴的なシフトが特定の分子の吸着によるもので

あることが明らかになった。また、さらに大規模な系を

扱うために、京コンピュータ等のスーパーコンピュータ

で第一原理分子動力学シミュレーションを超並列で実行

可能とするために、UC Davis の Francois Gygi 教授が

開発している平面波擬ポテンシャルプログラムに ESM
法を導入するための議論を開始した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
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［キーワード］太陽光水素発生反応、第一原理分子動力

学シミュレーション、有効遮蔽媒質法 

 

［研 究 題 目］植物バイオマスに含まれるセルラーゼ阻

害物質の効率的除去に関する研究 

［研究代表者］星野 保（バイオマスリファイナリー研

究センター） 

［研究担当者］星野 保、湯本 勲、横田 祐司、 

津田 栄、近藤 英昌、矢島 由佳、 

辻 雅晴（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では産総研の木質系バイオマス糖化技術と米

国ローレンス・バークレー国立研究所の電子顕微鏡3D

解析技術を組み合わせて、木質系バイオマスの糖化に必

要なセルラーゼの使用量削減を目的とし、セルラーゼ阻

害物質を効率的に分解・除去する技術開発を行った。 

 本年度はユーカリ木粉を用い、糖化処理中の試料分解

過程を電子顕微鏡トモグラフィーにより明らかにすると

共に、イオン交換樹脂によるセルラーゼ阻害物質の除去

による酵素使用量の削減効果の評価を行なった。ユーカ

リ木粉をメカノケミカル処理した試料を用い、

Trichoderma viride 由来セルラーゼを用いて調製した

糖化液をイオン交換カラムに通過させることにより、酵

素阻害物質の除去が容易に実施可能であることを確認し

た。この糖化液と試料にセルラーゼを添加して糖化反応

を行った場合、酵素使用量を1/2にしてもイオン交換カ

ラム未処理の試料と比較して高い糖化率が得られた。ま

た、イオン交換カラムに通過させた糖化液は酵母および

乳酸菌の発酵能が高く、酵素阻害物の除去により、糖化

液中の発酵阻害物を同時に除去可能であることを確認し

た。 

 前年までの研究により、酵素阻害物は試料内部に存在

し、酵素処理に伴い酵素反応の途中で徐々に反応液中に

放出されると仮定し、酵素処理前後のユーカリ木粉試料

の透過型電子顕微鏡観察を行ったところ、酵素処理によ

り試料中に細孔が多数観察された。本年度はさらに透過

型電子顕微鏡トモグラフィー観察により、酵素処理によ

り試料中に生じる細孔の大きさ・深さは一様ではなく、

酵素阻害物はこの細孔から徐々に放出される可能性の高

いことを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］糖化反応、発酵阻害、3D－トモグラフィ

ー 

 
［研 究 題 目］脂肪酸など環境低負荷を目的とした炭化

水素系化合物の生産技術の開発に関する

研究 

［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］町田 雅之、玉野 孝一、小池 英明、

梅村 舞子（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 微生物の持つ物質の分解・生産能力を利用して、バイ

オマス等の植物成分原料から化石燃料に代わる燃料物質

を作製することを目的として、ディーゼル燃料の原料物

質である脂肪酸、その他の炭化水素系化合物であるテル

ペノイドや二次代謝化合物の生産系の構築と生産性の向

上技術の研究を進めている。 
 本年度は、PNNL の研究員との協力により、情報科

学的および実験科学的な解析の両面から研究を進めた。

ケカビなどの脂質を高生産して細胞内に蓄積する糸状菌

3種4株について、ゲノム DNA を調製してメイトペアラ

イブラリーを作製し、次世代型シークエンサーを用いて

新規にゲノム解読を行った。取得された配列よりアッセ

ンブルされた数十 Mb のゲノム配列より、約17,000の遺

伝子群が予測され、その機能推定を行った。今後、比較

ゲノム解析や遺伝子の発現解析により、脂質の高生産に

必要な遺伝子およびその制御を特定する予定である。ま

た、黄麹菌（Aspergillus oryzae）を用いて、アシル

CoA 合成酵素等の、脂質分解に重要と考えられる遺伝

子の欠失株を作製した。さらに窒素源の利用を改善する

ことにより、黄麹菌の脂肪酸の生産性に関して、約60倍

の向上が達成された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオディーゼル、二次代謝、糸状菌、

比較ゲノム科学 

 

［研 究 題 目］新燃料の燃焼機構の解明に資する数値解

析及び実験解析 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、辻村 拓、小熊 光晴、 
文 石洙（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ローレンス・リバモア国立研究所（LLNL）へ在外研

究員を派遣し、化学反応動力学に基づく在来燃料及びバ

イオ燃料等の新燃料に関する最新技術動向の調査を行う

とともに、モデリング技術の習得を継続中である。平成

24年度には、構築を進める次世代バイオ燃料燃焼モデル

の検証用データを追加し、当該モデルの適用範囲を拡大

するとともに、そのモデルとしての完成度を高めた上で

英文化学技術誌へ投稿し掲載された。また研究協力者と

ともに、完成した詳細モデルを基に、より実用性に近く

難易度の高いエンジン燃焼場を対象としたシミュレーシ

ョンに取り組んだ。その結果、これまでに示してきた基

礎燃焼場の実験データに対する有用性に加え、実エンジ

ン燃焼場における熱発生等の現象を、定性的にも定量的

にも再現できる化学反応モデルを完成することができた。

なお、本事業において完成したイソペンタノールの詳細

化学反応モデルは、LLNL の公式ホームページ上の燃

焼モデルデータベースに掲載された。 
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［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］新燃料、バイオ燃料、高級アルコール燃

料、化学反応動力学、モデリング、燃

焼解析数値モデル、燃料物性、燃焼メ

カニズム、詳細反応モデル、デファク

トスタンダード、シミュレーション 
 

［研 究 題 目］バイオ燃料の物理的特性が噴霧発達機構

に及ぼす影響解析 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、文 石洙、辻村 拓、 
小熊 光晴（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アルゴンヌ国立研究所（ANL）と協力して燃料噴射

ノズル内及び噴霧基部の高速 X 線撮影を行い、産総研

がマクロ噴霧実験解析を行うことで燃料物性と噴霧発達

特性との相関を調べ、高精度な燃料物性モデルの構築を

実施している。平成24年度は前年度に構築した実験装置

及び解析技法を、本格的な共同研究実験へ展開し、バイ

オ燃料の物性が噴射機器の性能及び噴霧発達に及ぼす影

響を種々の噴射条件に対して調べ、得られた結果に基づ

いてバイオ燃料に対する既存噴霧モデルの精度検証を行

った。また、次世代超高圧噴霧の解析技術開発にも注力

し、高速 X 線技法により世界初となる圧力2000気圧以

上、速度650m/s 以上の超音速燃料流速を測定する技法

を開発した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］新燃料、バイオ燃料、噴霧、噴射特性、

X 線、超高圧噴射、燃料物性、噴霧発達

過程、モデリング、シミュレーション 

 

［研 究 題 目］セルロース系バイオ燃料の生産に適合し

た酵素生産糸状菌およびバイオ燃料生産

微生物の開発に関する研究 

［研究代表者］井上 宏之（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］井上 宏之、松鹿 昭則、石川 一彦、

藤井 達也、岸下 誠一郎 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ燃料製造における糖化酵素コストの削減および

エタノール発酵収率の改善を目的に、米国国立再生可能

エネルギー研究所（NREL）と連携し、セルロース系バ

イオ燃料の生産に適合した酵素生産糸状菌およびバイオ

燃料生産微生物の開発を行った。糸状菌酵素の開発では、

セルラーゼ高生産糸状菌 Acremonium cellulolyticus 株

の相同組換えによる組換え糖化酵素の生産を検討した。

得られた組換え酵素は野生型と同じ性質を示したことか

ら、エキソグルカナーゼ（Cel7A）の改良・高機能化を

目指してセルロース結合モジュール（CBM1）を置換お

よび欠失した変異酵素の構築と諸性質検討を行った。さ

らにβ－グルコシダーゼ（Bgl3A）の発現を強化した株

を構築した。この組換え株由来の糖化酵素は、従来のも

のより NREL の前処理物の初期糖化の反応性を20%上

昇させることが出来た。 

 燃料生産微生物の開発では、DNA マイクロアレイ解

析によりキシロース発酵性 Saccharomyces cerevisiae
由来の16種類の遺伝子を選抜し、これら遺伝子の欠失変

異株の中から、キシロース発酵速度を23%増加すること

ができる酵母株を選抜・開発した。また、糸状菌

Trichoderma reesei 由来の2種類のアラビノース代謝系

酵素遺伝子をクローニングし、キシロース発酵性酵母に

形質転換することにより得られた株は、主にアラビノー

スを炭素源とする最少培地において対照株よりも増殖能

が増加した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオ燃料、セルラーゼ生産糸状菌、キ

シロース発酵性酵母 

 

［研 究 題 目］リグノセルロース細胞壁脆弱化処理・機

械的ナノ解繊処理とその酵素分解挙動及

び高付加価値利用研究 

［研究代表者］李 承桓（バイオマスリファイナリー研

究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、李 承桓、岩本 伸一朗、

石川 一彦、井上 誠一、熊谷 明夫、

武 龍（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 このテーマは、リグノセルロース系バイオマスの利活

用技術開発として、産総研が持つ木質等をナノサイズに

解繊できる水熱・メカノケミカル処理技術を、米国オー

クリッジ国立研究所（ORNL）が持つ1つの微生物で酵

素糖化と発酵を同時進行させる統合バイオプロセス

（CBP）技術に適応させることにより、リグノセルロ

ースから効率的かつ効果的にバイオ燃料や化学品を製造

するための技術開発を目指している。 

 本年度は、産総研においてユーカリおよびヒノキを原

料として水熱・メカノケミカル処理によりナノサイズの

微細繊維を製造し、ORNL において耐熱性バクテリア

による資化性評価を行った。その結果、従来の希硫酸処

理物と比較して、水熱・メカノケミカル処理物では資化

による重量減少速度が速く、ナノ解繊処理の有効性を確

認することができた。また、CBP に適用した結果、エ

タノールや乳酸等の化学品が生産できることも確認でき

た。 

 本年度はさらに、ナノ解繊物の表面状態や酵素反応性

を直接的に解析するため、水晶振動子マイクロバランス

法（QCM）による評価系の構築を行った。QCM は、

水晶センサー上に対象物質の薄膜を形成させ、酵素等の
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吸脱着や分解による重量変化を解析する手法である。セ

ンサーの作製方法について検討を進めた結果、ヒノキか

らディスクミル粉砕により調製したナノ解繊物を、さら

にホモジナイザー処理し、さらに遠心分離により精製す

ることで、センサー上に均一にナノ解繊物を固定化する

ことができた。このセンサーを用いてセルラーゼとの反

応挙動を調べた結果、セルラーゼの吸着による重量増加

とセルロースの分解による重量減少をモニタリングする

ことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リグノセルロース、ナノ解繊、ナノセル

ロース 

 

［研 究 題 目］再生可能エネルギー導入に備えた統合型

水素利用システムに関する研究 

［研究代表者］伊藤 博（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中納 暁洋、伊藤 博、前田 哲彦、 

宗像 鉄雄、高木 聡美 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

再生可能エネルギーは不安定であることから、それが

大量に導入されると一時的なエネルギー貯蔵装置が必要

になる。統合型水素利用システムは主に水素製造装置、

水素貯蔵装置、水素供給装置、及び燃料電池で構成され

る定置型の水素システムである。これは、その設置施設

に対し電気に加え、熱、及び物質（水素）を供給するこ

とができ、水素の形でエネルギー貯蔵を行うことからエ

ネルギーの長期・大量貯蔵に適する再生可能エネルギー

利用促進に有望なシステムである。本研究の目的は再生

可能エネルギーを最大限取り込むことができ、且つ、優

れた省エネルギー性を併せ持つ低炭素化社会の公共イン

フラとなり得る統合型水素利用システムを米国のサバン

ナリバー国立研究所（SRNL）と共同で開発することに

ある。単体試験において性能を検証した水素吸蔵合金タ

ンクを SRNL の全体システムに組み込み、実際に再生

可能エネルギー（太陽光）を使用して水素を製造し水素

吸蔵合金タンクに貯蔵、その水素を利用して燃料電池を

動かす一連の実験を実施し、開発した水素吸蔵合金タン

クの性能評価を行った。その結果、統合型水素利用シス

テムの定格運転とは異なる温度・圧力条件ではあるが、

合金反応熱の利用率が吸蔵でほぼ100%、放出で約96%
という良好な結果を得た。水素吸蔵過程では太陽光の時

間変化に伴い、実験終盤で合金温度がほぼ初期の状態に

戻ることからタンク外筒を含む全ての材料に蓄えられた

熱が循環水により回収され、合金反応熱の利用率が大幅

に向上することが分かった。一方、産総研では水素吸蔵

合金タンクの更なる低コスト化を図るため、非レアアー

ス系合金材料の実験に着手した。同時に日本仕様の10気

圧以下で運転が可能な横置型水素吸蔵合金タンクの性能

評価試験の準備も進めた。また、水電解・燃料電池一体

型セルの開発についても主に産総研で実験を進めた。本

年度はセル複極板流路形状の影響を詳細に検討し、サー

ペンタイン1列の流路形状を採用することで、セル単体

での当初の目標：電圧往復効率40%＠500mA/cm2を上回

る性能を達成した。ただしこの流路形状では水電解時の

不安定性が問題となるため、今後は安定した水電解運転

が可能なパラレル型流路においてもサーペンタイン1列

と同等の性能を実現することを目標とする。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水素システム、再生可能エネルギー、水

素貯蔵 

 
［研 究 題 目］次世代型地熱エネルギー探査技術の開発 
［研究代表者］當舎 利行（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］當舎 利行、中尾 信典、阪口 圭一、 

相馬 宣和、雷 興林、杉原 光彦、 

西 祐司、船津 貴弘、柳沢 教雄 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 
 地下に人工の水理系を作成して天然の水理系につなげ

て エ ネ ル ギ ー の 抽 出 を 行 う EGS （ Enhanced 
Geothermal System）技術は、天然の水理系が全く存

在しない場所で人工的に水理循環系を作成し、地熱エネ

ルギーを採取することも可能な技術である。EGS では、

高圧の水を地層中に圧入し、意図した方向や範囲に亀裂

を作成させる水圧破砕技術、また、どの方向に亀裂が進

展して熱交換面が形成されたかをリアルタイムでモニタ

リングする技術が重要な技術開発課題である。 

 本研究開発では、日米の技術を融合・発展させ人工的

な資源を開発するのに必要なモデリングや数値解法手法

の開発、ならびに、貯留層造成をモニターする技術の開

発を、米国での地熱開発実験現場において適用し、日米

共同で貯留層内の亀裂検知技術を確立する。また、力学

的なメカニズムを流体流動シミュレーションに取り込む

とともに、流体流動に伴って発生する微小地震をリアル

タイムで捕らえて、高圧水圧入による人工亀裂造成を制

御する EGS 技術の開発を研究到達目標とする。具体的

には、以下の技術開発を行う。 

1) 米国内 EGS 実験現場での坑井内地震波動の検出技

術 

2) 米国研究所と協力して、波動解析技術 

3) 岩石実験等による地熱貯留層の力学メカニズム把握 

4) 貯留層シミュレーションのためのモデリング技術 

5) 貯留層の中の亀裂の同定 

 平成23年度は、坑内地震計による予備的な観測を行っ

た。実験場は、アイダホ州南部の Raft River 地熱地帯

における EGS 実験場であり、この実験場での坑井に地

震計を設置して、現場の地震学的なパラメータを推定す

るなどの予察的な地震観測を行った。一方、これらの観

測と平行して理論的な解析手法の解析や解析の元となる
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モデル作成の検討も引き続き行った。速度計算を行う為

のモデルについても検討を行った。貯留層を含む地層の

モデリングでは、複雑な力学的側面を持つ地質モデルを

構築する為、地熱貯留層を含めた地質モデルと、それら

を貫く正断層のモデル化を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地熱エネルギー、EGS 技術、共同研究、

米国実験場、坑井内地震計、モデリング

技術 

 

［研 究 題 目］再生可能エネルギーのキャリアーとして

の水素・化学水素化物の活性化技術に関

する研究 

［研究代表者］徐 強 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、塩山 洋、 

Arlin Jose Amali Aruldoss、 
Qi-Long Zhu（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、米国エネルギー省（DOE）傘下のパシフ

ィックノースウェスト国立研究所（PNNL）との共同研

究によって、高密度化学的水素貯蔵材料の高機能化を行

い、高効率化学水素貯蔵技術を確立すると共に、化学水

素化物に共通した活性化機構の基礎的解明を行い、化学

的水素貯蔵材料の規格標準化に向けた基盤構築を目的と

している。本研究では、均一な粒子径分布を持ち、高分

散された超微細金・ニッケル（AuNi）合金ナノ粒子を

多孔性配位高分子（MOF）のメソ細孔内への固定化に

成功した。合成された AuNi @MOF 材料は、アンモニ

アボランの加水分解による水素発生反応において、これ

まで報告された中で最も活性の高い触媒の一つであり、

その高い触媒活性は、MOF のメソ細孔内に固定化され

た AuNi ナノ粒子における Au と Ni の金属間相乗効果

及び極めて小さい粒子径に起因している。また、金属ナ

ノ粒子の形状を制御することによって、触媒活性の向上

を図った。球状 Pd、Pt や PdPt ナノ粒子や立方体 Pd
ナノ粒子よりも、立方体 PdPt ナノ粒子は、アンモニア

ボランの加水分解において著しく高い触媒活性を有し、

形状が触媒活性に大きな影響を与えることを示した。さ

らに、超微細 PtNi 合金ナノ粒子をデンドリマー高分子

内に固定化することに成功し、アンモニアボラン等化学

水素化物の活性化・水素放出反応において高い触媒活性

を有することを見出した。本研究によって、構造制御さ

れた金属合金ナノ粒子は、高い水素含有量を持ち、水素

貯蔵材料として有望なホウ素系化学水素化物の活性化に

極めて有効であることが明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

 

［研 究 題 目］水素容器・蓄圧器の特性評価・技術指

針・規格化に関する共同研究 

［研究代表者］松岡 三郎 

（水素材料先端科学研究センター） 

［研究担当者］飯島 高志、安 白、中道 修平 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

研究開発の背景・研究目的及び目標 

燃料電池自動車の開発普及と、水素ステーションの設

計開発が2015年の同時投入を目指して加速段階にきてい

る。いずれも水素容器・畜圧器による水素の貯蔵・運搬

が大きな技術開発要素である。今回の米国サンディア国

立研究所との共同研究では、水素畜圧器の安全性・経済

性を念頭において、実験データを基に日米の問題意識の

共通化を図ることで、燃料電池自動車の車載水素容器や

水素ステーションの畜圧器の設計に必要な、国際規格・

標準の整備・強化を目指し、日米で世界標準をリードし

ていくことを目的とする。水素利用社会を構築するため

に、日米が協力して高圧水素ガス中での材料の疲労強度

や破壊靭性など材料特性評価方法の検討、ならびにそれ

らデータの取得を行い、水素容器・畜圧器を開発するた

めに必要な国際規格・標準化を推進するための技術的裏

付けを日米共同で明らかにする。 

成果概要 

 平成23年度に日米協議により策定した研究計画に基づ

いて、①フェライト鋼の水素ガス中での破壊特性評価、

②ステンレス鋼の水素脆化メカニズムの把握について研

究を実施した。①では、研究者を2012年10月、2013年3

月に派遣し、研究進捗状況の確認と、日本側実験データ

の考察を行った。その結果、日米で材料試験装置が異な

るものの、115MPa 水素中でのき裂進展開始試験の日米

の実験結果はほぼ同じであり、クロスチェックが有効で

あることが明らかになった。②については研究者を2012

年10月、12月に派遣するとともに、米国側研究者を2013

年 3月に招聘した。また、走査型プローブ顕微鏡

（SPM）を用いて、水素チャージした SUS304の200-

218K 低温引張試料破面の微細構造及び歪み誘起マルテ

ンサイト分布を高分解能で観察し、その結果を2013年7

月の米国材料学会（ASME）で共同発表することとな

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池自動車、水素脆化、国際

標準 

 

［研 究 題 目］ハイブリッド水素タンクの信頼性向上に

関する研究 

［研究代表者］栗山 信宏 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］栗山 信宏、清林 哲、竹市 信彦、 

戸出 真由美、鍵田 直美 
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（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 水素吸蔵合金と圧縮水素容器を組み合わせたハイブリ

ッド水素タンクは、日本発の高密度水素貯蔵技術であり、

容器及び周辺機器コストの低い35MPa 以下の圧力で重

量増加を抑えつつ容器の大幅なコンパクト化が可能な貯

蔵技術である。この技術の実用化のため本事業において

は、我々ユビキタスエネルギー研究部門と米国サンディ

ア国立研究所（Sandia National Laboratories, SNL）
と共同実験及び相互訪問を通して協力し、実際の使用に

即した条件の下でのハイブリッド水素タンク及び水素吸

蔵合金の水素中不純物ガスに対する耐久性及び容器破壊

時の安全性の把握とその対策技術の確立を目的とした。 

 ハイブリッド水素タンクの破壊時に、充填された水素

吸蔵合金が大気に曝露される状況が想定される。その際、

空気中の酸素や水等と合金層の反応による発熱の低減や

合金層からの水素の放出を抑制する技術を開発する必要

がある。そこで、平成24年度では、水素吸蔵合金と大気

中の酸素や水等との反応により生じる熱量の定量的評価

技術に関する整備に特化し、①熱量測定システムの構築、

②水素貯蔵材料の大気曝露時の熱量測定、③大気曝露し

た水素貯蔵材料の酸素濃度測定、④危険性低減に向けて

SNL との意見交換を行った。 

 大気曝露させながら熱量を測定するシステムを構築し、

今年度は、LaNi5と Mg2Ni を大気曝露させた時の熱量

を測定した。LaNi5と Mg2Ni はいずれも大気曝露させ

ると、発熱が観察され空気中の酸素及び水と反応するこ

とで発熱反応が起こったと考えられる。LaNi5と Mg2Ni
を比較すると、Mg2Ni より LaNi5の方が3～5倍程度大

きい発熱量が得られた。比表面積を測定して比較すると、

Mg2Ni の方が比表面積が約5倍広い結果が得られており、

比表面積の広さが発熱量の大きさに寄与しているわけで

はないと言うことが分かった。得られた熱量から、反応

した合金の量を算出すると、合金全体が反応するのでは

なく、表層部分のみが反応していることが確認できた。

SLN の研究員が UBIQEN 滞在中に、水素吸蔵合金の

危険性低減に関する情報交換を行い、SNL の知見を基

に表面改質や高分子との混合など劣化低減に関する手法

を提案していく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵合金、ハイブリッド水素タンク、

大気曝露、安全性 

 

［研 究 題 目］燃料改質ガスの燃焼モデルの基盤研究 

［研究代表者］壹岐 典彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］壹岐 典彦、倉田 修、松沼 孝幸、 

大島 伸行、北川 敏明、桑島 常明 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 各種バイオマス燃料について、固体燃料や液体燃料は

燃料ガス化を行ってガス燃料を得て、これらバイオマス

由来のガス燃料を燃料改質してから燃焼することが考え

られているが、燃焼特性は含まれるガス成分によりそれ

ぞれ異なる。特に合成ガスの主成分のうち、水素は燃料

ガスの中でも特異な燃焼特性を示すため、燃焼器の数値

解析に適用可能な燃焼モデルが求められている。バイオ

マス燃料等の炭化水素燃料を燃料改質して得られるガス

燃料について、燃焼現象の数値解析に使用可能な燃焼モ

デルを確立するために、次の課題に取り組んだ。 

(1) 改質ガスの燃焼特性の解明 

 混合火炎の安定性データ取得のため、水素－酸素－

窒素の量論比混合気について実験を行いながらデータ

収集のノイズ対策などの実験装置の改良を進めた。バ

ーナ（内径10mm）を用いて、予混合気の流量に

30Hz-4000Hz の周期的変動を与えながら大気開放条

件下で燃焼を行い、OH ラジカルの発光強度変化を光

電子増倍管で調べた。その結果、水素濃度15～20%、

平均流速4m/s で、周波数応答のデータを得、流速変

動による引き起こされる火炎発光強度の変動が振幅の

比で整理できることを示した。振幅の比は、ピークよ

り低い周波数では周波数とともに徐々に値が大きくな

るが、ピークより高い周波数では周波数上昇により急

速に値が小さくなっている。また一酸化炭素の影響に

ついて実験を開始した。 

(2) 燃焼モデルの開発 

 3次元の計算格子を準備し、非燃焼状態での解析が

可能なことを確認するとともに、計算結果の表示分析

用のソフトウェアを導入し、燃焼状態での解析の準備

を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料改質、水素リッチ燃料、ガスタービ

ン、燃焼モデル、数値流体計算 

 

［研 究 題 目］薄膜膜厚計測 

［研究代表者］東 康史（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤本 俊幸、黒河 明、寺内 信哉、 

東 康史、尾高 憲二 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体・エレクトロニクス産業等、ナノ構造を有する

材料を積極的に利用する極めて広い産業分野において材

料の微細化は進んでおり、ロバストかつ簡便な薄膜構造

評価法の確立が期待されている。X 線反射率（XRR）

法は、膜厚計測の絶対測定法であること、大気下での非

破壊測定が可能なこと、トレーサビリティが明確であり、

測定の再現性が高いこと等々から、研究開発のみならず、

製造現場における品質管理に向けた応用が期待されてい

る。 

 本研究では、XRR 法を用いた膜厚評価の産業応用化

を目指して、手法の高精度化を目指すとともに、米国・
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国立標準技術研究所（NIST）と連携し国際標準化に向

けた課題の検討を行う。本年度は、未だ明確でない

SiO2膜の微細構造が製膜条件によって製条件によって

どのような影響があるのか調べた。その結果、昇温速度

の違いや酸化種の違いにより、SiO2膜の微細構造が変

化する結果を得た。同じ組成による薄膜においても製膜

条件において膜構造が変化する事は、より確かな膜厚や

不確かさ評価を困難にする要因である。高精度な膜厚計

測のためには、これらの製膜条件毎の構造の変化等も考

慮に入れて解析を行う必要がある場合があることが示さ

れた。その他、SiO2膜の標準試料としての利用を考慮

に入れ、試料の汚染防止と長期安定性についての評価を

行った。加えて、NIST と連携し、標準物質を用いた

XRR 法による膜厚測定時の試料の位置調整の精度管理

と位置調整が原因の膜厚評価の不確かさの評価法につい

て検討した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線反射率法、膜厚計測、国際標準化 

 

［研 究 題 目］薄膜熱物性計測 

［研究代表者］八木 貴志（計測標準研究部門） 

［研究担当者］八木 貴志、新田 詠子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体やメモリ等のエレクトロニクスの発熱挙動や温

度分布を予測するための熱設計では、デバイス中に使用

される薄膜材料の熱物性値が必要であり、これらの正確

かつ信頼性の高い評価手法が求められている。本研究で

は、パルス光加熱サーモリフレクタンス法による薄膜の

熱拡散率計測技術に関して、測定方法および解析方法の

検討を行い、最終的に国際標準化を前提とした技術指針

のとりまとめを目指す。本年度は、測定手順および解析

手順の一般化に向けたプロトコルの検討を行うとともに、

測定装置のトレーサビリティおよび不確かさの検証等に

用いるための薄膜標準物質の開発を進めた。標準物質の

製造方法の検討のため、8インチターゲットおよび

396mmφの自公転式基板ホルダ4個を有する dc マグネ

トロンスパッタ装置を用いて、成膜条件を変えた複数回

の製造を試験し、膜厚および熱拡散率分布等の特性評価

を行った。この結果を基に、1.5インチ合成石英ガラス

ウェハ上に目標厚さ400nm の Mo 薄膜を作製し、標準

物質として十分な均質性と熱拡散率特性が得られる製造

手順を確立した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］薄膜、熱物性、測定比較 

 

［研 究 題 目］微細形状計測 

［研究代表者］井藤 浩志 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］井藤 浩志、Wang Chunmei 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 精密な形状計測を行うために必要な測定法、および、

ラフネス評価のためにプローブ評価法の開発を行った。

形状計測においては、付着力最小の条件で、高い形状精

度を得ることに成功し、精密な AFM プローブの評価法

の有効性を示した。ラフネスについては、ISO TC201 

SC9の国内審議委員会において、国内持ち回り試験の開

始が承認された。AFM 画像の低空間周波数成分がラフ

ネスを決めている場合には、探針先端径の影響が少ない

が、高い空間周波数成分が支配的な場合には、探針先端

の形状がラフネスの再現性を決めることを示し、プロー

ブ特性と対応づけた。さらに、ラフネス計測では、画像

補正が必ずしも有効でないことをシミュレーションで示

し、AFM 探針形状が十分先鋭であることが必須である

ことを示した。電気測定に関するプローブ顕微鏡の標準

化のために、持ち回り試験のための試料を作成した。こ

の試料を利用して、走査キャパシタンス顕微鏡法

（SCM）や走査広がり抵抗顕微鏡法（SSRM）の濃度

計測範囲は校正の手順について、国内での持ち回り試験

を開始し、その結果を国内審議委員会で検討し、実用的

な SCM および SSRM の校正手順を作成した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］原子間力顕微鏡、走査プローブ顕微鏡、

カンチレバー、標準試料、国際標準 

 
［研 究 題 目］微細寸法計測 

［研究代表者］権太 聡（計測標準研究部門） 

［研究担当者］権太 聡、三隅 伊知子、菅原 健太郎、 

堀 泰明、木下 和人 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新規ナノデバイスの機能を実現する上で、三次元微細

寸法・形状は普遍的かつ不可欠な評価項目である。しか

しデバイス構造そのものが nm 単位となってきており、

要求精度は1nm よりはるかに小さく、こうした評価項

目において多用される走査型電子顕微鏡（SEM）や原

子間力顕微鏡（AFM）でも性能限界に近付いているた

め、nm サイズの信頼できる基準試料が望まれている。

原子ステップ・テラス構造の段差を不変の基準として利

用した表面微細寸法を次世代の基準試料として実証し、

国際標準化に向けた技術的根拠とするため、候補物質の

寸法・形状の品質を高精度に評価する。一般的に AFM
像には装置や床振動に起因する微小振動空気のゆらぎに

よる機械的ノイズや電気的ノイズが重畳している。これ

らのノイズやゆらぎはフィルタ処理、平坦化処理を行っ

ても完全には除去しきれない。本年度は、同一場所の繰

り返し測定における複数の AFM データを重ね合わせて

平均化することで、実質的にノイズを低減できることを

実証した。また、複数データを取得中に発生するドリフ
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トを補正しないまま重ね合わせるとステップ・テラス構

造が崩れて劣化してしまい、正しい寸法解析が不可能と

なってしまう。そこで各 AFM 像において共通する特徴

的な微細形状を捉えてフィッティングを行い、ドリフト

を補正した位置で重ね合わせるアルゴリズムを開発した。

これにより AFM 像のノイズが低減し、かつ安定な寸法

解析が可能となった。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］原子間力顕微鏡、走査型プローブ顕微鏡、

単結晶、格子定数、段差、不確かさ、微

小寸法計測、ナノスケール 

 

［研 究 題 目］凝集状態評価 

［研究代表者］岡崎 俊也 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］岡崎 俊也、丹下 将克、高野 玲子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界的規模で取り組みが行われている地球温暖化対策

の推進を背景に、平成21年2月の日米首脳会談において

環境・エネルギー技術を中心とした日米協力の重要性に

ついて合意された。さらに、日米間の協力を基礎とした

標 準 の 策 定 を 促 進 す る こ と と し 、 MOU
（Memorandum of Understanding）にて署名が行われ

た。このような背景を受け、代表的ナノ物質であるカー

ボンナノチューブについて、その分散および凝集状態に

ついて国際標準化を目指した研究を行っている。 

 これまでの研究から、分散状態はもとよりチューブ形

状の異なる多種類のカーボンナノチューブについてデー

タを蓄積し、多種類の評価を用いて総合的に評価・検討

する必要があることがわかってきた。そこで、アーク放

電法や化学気相成長（CVD）法など種々の合成法で作

られたカーボンナノチューブ溶液について、各種顕微鏡

観測（AFM、SEM、TEM）による凝集体のサイズ・形

状評価を行い、レーザー散乱法や動的散乱法（DLS）
などの分光法による評価結果と比較検討した。その結果、

すべての測定結果を統一的に理解するためには最適な試

料調整法の開発が重要であり、また、形状が球ではない

ような対象を精密に評価する手法を導入することが必要

であることがわかった。 

 そこで平成24年度は、引き続き種々のナノチューブ試

料を用いた分散液について、カーボンナノチューブ分散

状態評価を行った。特に、偏光解消動的光散乱法

（DDL，並進拡散と回転拡散を同時に求めることで円

柱型のような対象の太さ・長さを求める方法）やコール

ター原理（形状に依存せずに対象の大きさ（体積）を精

密に測定する電気的検知法）の導入により、確度の高い

凝集状態評価法確立を目指した。その結果、偏光解消動

的光散乱法が溶液中のナノチューブ形状を推定する手法

として有力であることがわかったが、一方で、その粒径

分布については、ほとんど情報を与えないという欠点が

あることが判明した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、凝集状態、光散

乱、国際標準化 

 

［研 究 題 目］3D 映像 

［研究代表者］氏家 弘裕（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］氏家 弘裕、渡邊 洋（健康工学研究部

門）（常勤職員2名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

立体（3D）映像メディア技術を情報機器・システム

に導入することで3DTV 会議システムや3D テレワーク

等の活用により、CO2を多く排出する交通機関の利用を

避ける事が可能になる。本テーマでは、立体映像を提示

し、これによる心理学的及び生理学的な影響を調べ、映

像酔いや視覚疲労など好ましくない生体影響をできるだ

け生じさせない立体映像のためのガイドライン草案を作

成し、その国際標準化を図ることで、誰にでも安全・安

心に立体映像が利用可能な環境を日米連携で早急に整え、

世界的な立体映像関連市場立ち上げをスムースかつ急速

に進め、エネルギー消費削減とともに、新しい産業によ

る雇用創出への貢献を目指す。 

具体的には、以下の2点について実施した。 

(1) 3D 生体安全性国際規格化審議の基盤となる生体影

響計測 

 立体映像の両眼間での非整合のうち回転ずれ、縦ず

れ、クロストークによる影響について、異なるずれ量

に対する個人内での変動を明らかにするために、観察

者内計画（within-subject-design）での実験を63名の

観察者で実施した。 

  また、回転ずれ、輝度ずれによる影響について、小

さな3D ディスプレイ（23インチ）と小さな視距離

（57cm）の組み合わせを用いて、異なる視聴環境

（画面サイズと視距離）による影響を明らかにするた

めに、20名の観察者で実験を実施した。 

さらに、3D 映像における視覚運動による生体影響

を明らかにするために、視覚運動と視差量との相互作

用や視覚運動の時間的分布による影響を調べる実験を

46名の観察者で実施した。 

なお、以上の実験における生体影響計測として、主

観評価やアンケートを主体とする心理計測と、心電計

測を主体とする生理計測とを実施した。また、過去に

報告されている3D での不快度に関する短時間（主と

して数秒間）での観察による評価と異なり、比較的長

時間（10～40分程度）での観察による計測を実施した

点を特徴としてあげることができる。 

(2) 3D 映像ガイドラインの国際規格化活動 

 ISO/TC 159/SC 4/WG 12（映像の生体安全性）に
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おいて、上記の(1)に基づいて実施された3D 映像に

よる視覚疲労に対する国際規格化提案（NP9241-
392）が承認されたため、作業原案（WD）について

の審議を進めた。その結果、委員会原案（CD）を登

録することができ、CD 投票を開始するに至った。 

 なお本テーマは、(社)電子情報技術産業協会と共同で

実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］立体映像、生体安全性、国際標準化 

 

［研 究 題 目］核酸計測 

［研究代表者］関口 勇地 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、

陶山 哲志、松倉 智子（常勤職員5名、

他2名） 

［研 究 内 容］ 

 DNA マイクロアレイ技術、次世代 DNA シークエン

シング技術、定量的 multiplex PCR 技術などの多種の

核酸種を標的とした核酸計測技術の信頼性確保、測定技

術の分析的妥当性評価、比較互換性確保を目的に、米国

標準技術研究所（NIST）と共同研究を実施し、以下の

2つの技術開発を実施した。(1) 複合16S rRNA 遺伝子

解析などのマルチテンプレート定量 PCR 解析、RNA
スプライスバリアント解析、コピー数多型解析、ゲノム

リアレンジメント解析などの高度な核酸解析技術の信頼

性確保のための内部核酸標準の作製、(2) 核酸標準品中

の核酸分子の純度、およびその塩基配列のエラー率を従

来の方法よりも高い精度で評価する技術の開発。平成24

年度は、マルチテンプレート定量 PCR 解析を想定し、

医療あるいは環境分野での微生物検査の品質管理に利用

できる内部標準16S rRNA 遺伝子を複数新たに合成し、

その有用性の評価を行った。また、DNA および RNA
候補標準品の純度評価のため、平成23年度に引き続きさ

まざまな合成方法で作製した候補核酸標準品の網羅的な

1分子塩基配列解析を実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸標準物質、DNA マイクロアレイ、

次世代 DNA シークエンシング 

 

［研 究 題 目］タンパク質計測 

［研究代表者］本田 真也 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］本田 真也、渡邊 秀樹 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 タンパク質医薬の会合凝集性評価法を標準化するため

に必要な、会合凝集性の測定分析のための校正用タンパ

ク質を開発することを目的とする。標準タンパク質候補

として、前年度までに合成した分子 A～D に加え、平成

24年度は分子 E をあらたに分子設計した。また、昨年

度の結果において、合成収量が芳しくなかった分子 D
に関しては、遺伝子の配列設計をゼロベースで新たに行

った。次いで、設計した分子 E と再設計した分子 D の

核酸配列に相当する人工遺伝子を有機化学的に合成し、

これらに制限酵素処理等を施して、それぞれに対応する

発現ベクターを構築した。得られた発現ベクターを用い

て大腸菌を形質転換し、微生物による分子 E と分子 D
の組換えタンパク質生産系を完成させた。続いて、分子

E に関しては、培養後の大量の大腸菌を破砕し、可溶性

画分から粗製物を回収した。この中に目的のタンパク質

が含まれることを SDS-PAGE で確認したのち、多段階

のクロマトグラフィー分離を行って、目的物を高純度に

精製した。精製した分子 E と免疫関連分子をさまざま

な比率で混合させた混合試料の SEC-MALS（サイズ排

除クロマトグラフィー－多角度静的光散乱）法、DLS
（動的光散乱）法、MFI（マイクロフローイメージン

グ）法による分析を行った。その結果、混合試料中の会

合体は、直径12～16nm 程度の多量体が主で、それより

高次の粒子はほとんど形成されないことがわかった。一

方、重量比で数パーセント以下ではあるが、直径

1000nm 程度の巨大な不溶性凝集体が形成することも明

らかとなった。このような、離散的な粒径分布の粒子形

成は再現性が高く、数回の異なる実験で、ほぼ同様の分

析結果を与えた。一方、分子 D に関しては、形質転換

した大腸菌の培養破砕後に得られる懸濁液を遠心分離機

により可溶性画分と不可溶性画分に分け、可溶性画分に

目的とするタンパク質が混合物として存在すること、お

よび遺伝子配列の再設計により合成収量が大きく向上し

たことを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオ医薬品、タンパク質、凝集、標準

化 

 

・産業技術研究開発 

［研 究 題 目］ハイパースペクトルセンサの校正・デー

タ処理等にかかる研究開発 

［研究代表者］山本 浩万(地質調査情報センター) 

［研究担当者］山本 浩万、土田 聡（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ハイパースペクトルセンサは、従来のセンサと比べて

対象物の性質を詳しく分析することができるため、「宇

宙にかかる技術の産業（資源確保・防災・環境等）利用

への拡大」が期待される。本研究では、ハイパースペク

トルセンサを活用するために不可欠な校正技術及び得ら

れたデータの処理技術の開発を実施、特に、現在、次期

衛星センサとして経済産業省が開発中の高精度ハイパー

スペクトルセンサ及びマルチスペクトルセンサ

（HISUI）に対して、その「校正技術」および「デー

タ処理技術」の研究開発を実施するものである。 
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 平成22年度から始まった3年目のプロジェクトであり、 

校正技術の研究開発として、代替校正、相互校正につい

ての研究を進めた。代替校正については、豪州代替校正

サイトにおいて豪州連邦科学産業研究機構（CSIRO）

と代替校正実験を共同実施し、測定による誤差を確認す

ることを中心に進めた。相互校正においては、海外で同

時期に打ち上げが計画されているハイパースペクトルセ

ンサや HISUI と相互校正の可能な衛星ミッションの仕

様・運用計画等の調査・検討を行った。 

 データ処理技術の研究開発については、HISUI の

「大気補正済みプロダクト（L2）」の作成方法の検討を

実施した。すなわち、他衛星ミッションにおける大気補

正アルゴリズムの動向の調査を行い、レイリー散乱およ

び地上視程100km 補正（大気モデルやエアロソルタイ

プ等を固定値にする）アルゴリズムを提案した。また、

MODIS 雲検知アルゴリズムのうち、HISUI のもつ観

測帯域で実装可能なものにつき、実際の MODIS 雲マ

スクと比較して検知能を確認した。打ち上げ後にチュー

ニング容易でかつ効率的な HISUI 雲検知アルゴリズム

を開発した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］衛星画像、校正・検証、画像補正、ハイ

パースペクトルセンサ、HISUI 
 

［研 究 題 目］平成24年度産業技術研究開発（低炭素社

会を実現する超軽量・高強度革新的融合

材料プロジェクト（NEDO 交付金以外

分）ナノ材料の安全・安心確保のための

国際先導的安全性評価技術の開発） 
［研究代表者］本田 一匡（安全科学研究部門） 
［研究担当者］本田 一匡、蒲生 昌志、納屋 聖人、

五十嵐 卓也、篠原 直秀、佐々木 毅、

古賀 健司、古屋 武、越崎 直人、 

清水 禎樹、陶 究、伯田 幸也、 

山本 和弘、榎原 研正、飯田 健次郎、

櫻井 博、江馬 眞、斎藤 英典、 

カザウィ 理香、福井 浩子、 

蒲生 吉弘、篠塚 るり、鈴木 貴子、

宮本 宏幸、内田 邦夫、吉田 智子、

後藤 理恵、林田 津安子、柴野 容一 

（常勤職員16名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ材料の物理化学性状がどのような範囲の材料であ

れば有害性が同等と見なせるか（同等性）の判断基準の

構築と、簡便な初期有害性試験方法の確立を目的として、

以下の研究開発を行った。 

１）同等性評価のための試料調製技術とキャラクタリゼ

ーション 

 二酸化チタンと酸化ニッケルについて、動物試験を

実施するナノ粒子の選定、分散液の調製と試験実施機

関への供給、キャラクタリゼーションを行った。また、

結晶性シリカナノ粒子について、方法や原料に関する

検討を行った。 

２）エアロゾルの安定発生手法の構築 

 前年度に構築したエアロゾル発生系を主に使用して、

液滴化やエアロゾル処理の検討を行い、酸化ニッケル

ナノ粒子の懸濁液からエアロゾル粒子を発生させ、吸

入暴露試験に供給した 

３）エアロゾルの液相捕集手法の構築 

 昨年度にミニチュアスケールで原理を実証した凝縮

成長式エアロゾル捕集技術について、実用スケールへ

拡張するための技術開発と評価を行った。 

４）ナノ材料の体内分布及び生体反応分布の定量化技術

の開発 

 光学顕微鏡によるミリメートルオーダーの肺組織の

広視野の観察と透過型電子顕微鏡観察によるサブナノ

メートルオーダーでの生体反応分布の可視化を可能と

するため、免疫染色法を用いた肺胞マクロファージの

活性化識別技術を開発した。 

５）ナノ材料の体内動態と生体反応に関する数理モデル

の構築 

 気管内投与試験や静脈注射による体内動態試験から

の臓器試料についてチタンの残留分析を行い、臓器間

の移行の有無の確認と時間的な変化の解析を行った。

また、肺組織の局所での二酸化チタン粒子の分布を、

蛍光 X 線分析を用いて定量化する手法を検討した。 

６）培養肺胞モデル評価系の開発と数理モデル化への利

用方法に関する研究開発 

 肺胞上皮細胞 A549と単球／マクロファージ様細胞

株 THP-1の単培養及び共培養からなる気液界面培養

による評価系を確立し、二酸化チタンナノ粒子の影響

を検討した。また、ラットからの肺胞上皮細胞抽出と

培養法の新規導入を行った。 

７）国際動向の把握 

 OECD 工業ナノ材料作業部会や ISO ナノテクノロ

ジー技術委員会での標準化等に関する議論や米国や

EU 等における規制動向について情報を収集した。ま

た、主に OECD に対しては、今後研究成果の発信を

円滑に進めるための活動を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ材料、同等性、キャラクタリゼーシ

ョン、有害性評価、気管内投与試験、吸

入暴露試験 

 
［研 究 題 目］平成24年度産業技術研究開発（グリー

ン・サステイナブルケミカルプロセス基

盤技術開発（革新的触媒）のうち有機ケ

イ素機能性化学品製造プロセス技術開

発）（国庫債務負担行為に係るもの） 
［研究代表者］佐藤 一彦（環境化学技術研究部門） 
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［研究担当者］佐藤 一彦、島田 茂、清水 政男、 

五十嵐 正安、八木橋 不二夫、 

江口 勝哉、石原 吉満、安田 弘之、

崔 準哲、深谷 訓久、遠藤 明、 

片岡 祥、上村 佳大、山下 浩、 

崔 隆基（常勤職員15名、他9名） 
［研 究 内 容］ 
シリコーンに代表される有機ケイ素材料は、耐熱性、

耐候性、耐光性、高光透過性、耐寒性、離型性等の様々

な優れた特性を有しており、他の材料では代替できない

材料として極めて広範な分野において利用されている。

しかし、有機ケイ素原料の製造は、高エネルギー消費プ

ロセスであり、また、有機材料に比べ、触媒技術の開発

が大きく遅れており、有機ケイ素材料の性能向上、新機

能発現、コストダウンに大きな余地を残している。そこ

で、本研究開発では、①砂から有機ケイ素原料を低エネ

ルギー低コストで製造する触媒技術、②有機ケイ素原料

から高機能有機ケイ素部材を製造する触媒技術の2つの

研究課題に取り組むことにより、有機ケイ素材料の性能

向上、新機能発現とともにコストダウンを達成すること

を目的としている。 

平成24年度は、砂等の原料から金属ケイ素を経由せず

にアルコキシシランを製造する触媒技術に関して、シリ

カゲルを用いて検討し、アルコシキシランを生成する新

規触媒系を見出した。また、その他の有機ケイ素原料を

製造する触媒技術に関して、技術調査を行うと共に反応

装置の設計を行った。高機能有機ケイ素部材を製造する

触媒技術のうちケイ素−炭素結合を形成する触媒技術に

関しては、非金属触媒を用いる方法に関して、技術調査

を行うと共にルイス酸系触媒の検討を開始した。ケイ素

−酸素結合を形成する触媒技術に関しては、パラジウム

触媒を用いた非対称シロキサンを形成する新規反応を見

出した。また、ケイ素−ケイ素結合形成技術に関しては、

新規な遷移金属触媒を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ケイ素、触媒、シリコン、シリコーン、

パラジウム、ルイス酸 

 

・地層処分技術調査等委託費 

［研 究 題 目］沿岸域塩淡境界・断層評価技術高度化開

発 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、光畑 裕司、町田 功、 

井川 怜欧、横田 俊之、上田 匠、 

小原 直樹、越谷 賢、伊藤 成輝、 

楠瀬 勤一郎、古宇田 亮一、 

樽沢 春菜、吉澤 拓也、西崎 聖史 

（常勤職員6名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 本年度をもって当該研究のとりまとめを実施すること

になった、北海道幌延町において実施した研究により、

以下の成果を挙げることができた。 

 塩淡境界／地下水総合評価技術の開発に関しては、北

海道幌延町の沿岸域において1200m のボーリング調査

を実施している。本掘削で得られた地質試料に対して、

花粉分析、CNS 分析、土質試験、針貫入試験、透水試

験等を実施した。また、地質との吸着度の違いによる地

下水の性状を考慮して、pF 値の違いによる地下水（間

隙水）試料を採取した。比較のため圧縮法による間隙水

の採取も実施し、一般水質試験や同位体分析を実施した。

この結果； 

・掘削時に高品質な地質コアを効率よく採取することで、

深部地質環境が把握できるほか、掘削泥水の影響を避

けた地下水の抽出も可能とした。この掘削において開

発したコアリング技術開発は本研究の大きな成果であ

る（特許取得）。 

・地下水試料の分析においては、ボーリング後のボアホ

ールからの採水とボーリングコアからの採取方法（遠

心分離抽出法と圧縮抽出法）の違いによる水理環境特

性の把握や水質分析の方法、同位体測定の方法など本

研究課題に即した品質管理技術を確立した。これによ

り超長期地下水流動解析の精度向上に大きく貢献した。 

・これまでの研究では同位体比の軽い深層地下水は縁辺

部の産地において涵養されたと考えられてきたが、本

研究により深部地下水に関する水質と同位体比を高精

度に測定することで、深層地下水が同地において低温

期（氷期）に涵養されている可能性があることも示唆

された。 

・水理試験における同位体トレーサー利用技術として開

発した脱塩海水をトレーサーとして利用する技術は、

これまでの塩や蛍光染料をトレーサーとして利用する

ことに比べ、安定同位体比の異なるトレーサーが地下

水と全く同様の挙動を示すため、これまでにないトレ

ーシング性能を発揮することが確認できた。これによ

り、本研究では高精度な水理試験（PP 試験）を実施

することができ、深部地下の水理定数を的確に判断す

ることができるようになり、深部安定領域の評価に大

きく貢献した。 

・深部地下環境では、地質境界と水理境界にずれがある

ことが判明した。また、一般的な水理場の特性は、流

動域、混合域、拡散域、安定域の順であり、同時に地

下水は一般的に、流動性淡水、現世海水、停滞性淡水、

かん水、油田ガス田の順に深部に及ぶことが判明した。

これは我が国の堆積平野の沿岸域における地質の層序

と対応させると、普遍的な環境であると推定できる。

今後の事業において大きな役割を果たす成果と考える。 

・地下水流動解析においては、初期値を段階的に変化さ

せながら繰り返し解析を行うことで環境の変化に対応

した超長期解析技術を完成させ、沿岸域海底下に氷期

の地下水流動が保存されることが把握できた。これは
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長期安定性地下水領域の評価にとって大きな成果であ

り、今後の事業の一助となるに違いないと確信する。 

 沿岸域地質構造／断層評価技術の開発に関しては、浅

海域海底電磁探査法について以下の二つの項目について

検討を行った。 

(1) 電場計測用ダイポール短縮化による揺動ノイズの低

減 

(2）人工信号源の利用による高精度データの取得 

 (1）については、ダイポール長を、これまでの5m か

ら、4m、3m、2m と短縮化を図り、実海域において計

測実験を実施したが、鉄道路線からのノイズの影響で

1Hz 以下の低周波数帯域では、短縮化の有効性を検証で

きなかった。一方で1Hz 以上の帯域では、ダイポール

長4m で比較的良質なデータが取得されており、有効性

が示唆された。  

 (2）については、既存の人工信号源データに対して、

最適なセグメント長の決定とセグメントへの分割、およ

び時系列スタック処理等による再処理を適用し、ファー

フィールドの周波数帯域では MT 法データと調和的な

データを抽出できた。特に1Hz～0.1Hz 付近では揺動ノ

イズを克服し、見掛比抵抗と位相の曲線の連続性も良く、

高品質のデータが得られた。 

 関連データベースの開発においては、全国の平野と盆

地における堆積層データベースを完成させ、地下水賦存

量や各地の地下水流動解析を実施した。この結果、安定

した地下水の存在する領域を示すことに成功し、カスタ

マイズされた地下水データベースと合わせ、本事業に資

するデータベースを発信できるようになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］沿岸域、深部地下水、物理探査、 

浅海域海底電磁探査法、断層評価、 

長期安定性 

 
［研 究 題 目］海域地質環境調査技術高度化開発 

［研究代表者］丸井 敦尚（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］丸井 敦尚、光畑 裕司、町田 功、 

井川 怜欧、横田 俊之、上田 匠、 

小野 昌彦、小原 直樹、越谷 賢、 

楠瀬 勤一郎、古宇田 亮一、 

樽沢 春菜、伊藤 成輝、吉澤 拓也、

西崎 聖史（常勤職員6名、他9名） 

［研 究 内 容］ 
我が国では、これまでの原子力エネルギー利用に伴い

既に放射性廃棄物が発生しており、この処理処分対策を

着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物等の地

層処分については、「原子力政策大綱」等に沿って、国、

研究開発機関等がそれぞれの役割分担を踏まえつつ、密

接な連携の下で基盤研究開発を着実に進めていくことと

している。しかし、沿岸域（とくに浅海域）では、これ

までは物理探査などの調査が困難であることから断層等

の地質構造調査が十分になされてこなかった。沿岸域に

潜在する断層は、地質学的な安定性を欠くばかりでなく、

深層地下水の流路として核種の選択的な移行経路になる

可能性がある。沿岸域が処分場の候補地となる可能性が

ある以上、沿岸域に係る調査法や既存データの再解析法

の適用性や信頼性を向上させる必要があると考え、本委

託事業「海域地質環境調査技術高度化開発」は、原子力

発電環境整備機構（NUMO）の強い要請を受け、平成

19年度より開始している「沿岸域塩淡境界・断層評価技

術高度化開発」の発展的な研究課題として、前述の全体

計画のうち「地質環境特性調査評価技術」における要素

技術の開発・改良・高度化研究の一つとして位置付けら

れた。 

沿岸域海底下に特徴的な地質環境の調査評価手法の高

度化開発を行うことを目的として、沿岸海域における反

射法物理探査技術に関する研究を実施した。調査対象海

域として静岡県富士川河口域を選定し、当該海域の三次

元弾性体グリッドモデルを作成し、数値シミュレーショ

ンにより探査仕様の検討を行った。その結果、以下の成

果をあげることができた。 

・沿岸浅海域に適した反射法地震探査手法の適切な仕様

提案：漁業活動や船舶の航行が多い沿岸浅海域におい

ては、長大ストリーマケーブルを曳航する通常の手法

で反射法地震探査データを取得するのは困難である。

このような海域においてのデータ取得に適した、海底

設置型地震ケーブル（OBC）を用いた手法、短いス

トリーマケーブルを曳航する二船式に関して、適切な

データ取得仕様を検討した。 

・浅部詳細地質構造調査の可能性：OBC を用いた手法

では、波長の短い S 波を利用することで、詳細な構

造を把握することが可能である。二船式では、複数回

同一測線上でデータを取得する事が必須であるが、そ

の際ニアオフセット側の震源・受振点間距離を CMP
間隔分（もしくはその半分）ずらしてデータ取得する

ことにより、CMP 間隔を小さくすることが可能であ

り、浅部の空間分解能を向上させることができる。こ

れらにより、浅部詳細地質構造把握が可能となり、水

理地質モデル構築に資する。 

 海上掘削調査技術の開発においては、水理地質構造を

評価するための掘削方法、地質・地下水試料採取方法、

海底下地下水環境モデルの構築方法に関する体系的な研

究を実施し、他の沿岸域研究課題による成果も活用して、

既往の研究成果や情報を踏まえた上で、海上ボーリング

調査対象となる沿岸域の海底下水理地質モデルを構築し、

地下水流動解析を実施することで、掘削地周辺の地下水

環境の推定や掘削適地の評価を行った。今年度は7地点、

昨年度までの研究と合わせて9地点で、幌延において観

測したような海底下に淡水地下水の張り出しが在る無し

の解析を実施した。その結果、沿岸部の地形や地質に応

じて張り出しが存在することが解析的に求められた。す
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なわち、湾弧が狭まっており、かつ後背山地が海岸に迫

っている方が、淡水地下水の海底下への張り出しが大き

いことがわかった。また，超長期的な解析よりも地形や

地質を考慮した広域的な解析の方が、深層地下水環境を

高精度に把握できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］沿岸域、海域調査、地質調査、反射法物

理探査、水理調査、海上ボーリング 

 

・国際標準化推進事業委託費 

［研 究 題 目］医療用バイオチップ実用化促進に向けた

ヒト核酸の測定プロセスに関する国際標

準化 

［研究代表者］関口 勇地 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地、川原崎 守、水野 敬文、

松倉 智子（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、DNA マイクロアレイなどによるバイオチ

ップ測定データの信頼性確保のため、ヒト由来生物試料

の管理からバイオチップ測定まで、核酸標準物質を用い

て一気通貫で測定データの品質を保証するプロセスの確

立することを目的としており、当研究部門は必要な核酸

標準物質の整備と評価を実施した。平成24年度は、ヒト

由来生物試料の管理からバイオチップ測定までの工程の

うち、核酸抽出工程からバイオチップ測定のためのスパ

イクイン RNA 標準物質（10種）を作製、評価した。ま

た、それら10種のスパイクイン RNA 標準物質を正確に

定量するためのリアルタイム定量 PCR 技術を開発、確

立した。また、ヒト由来生物試料の管理工程等の品質管

理のため標準物質を想定したゲノムあるいは RNA など

が正しく評価された陽性コントロール細胞（モデル培養

細胞）の整備に向け、細胞あたりの遺伝子発現量を評価

する方法の確立を試みた。具体的には、HeLa 細胞など

のモデル培養細胞に対し、単位細胞数あたりに既知量の

スパイクイン RNA を添加し、RNA を抽出後 RNA-seq
を実施することにより、細胞あたりの遺伝子発現量を評

価した。その結果、細胞あたりの mRNA コピー数を算

出することが可能なことが示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］国際標準化、核酸標準物質、バイオチッ

プ、核酸計測、ヒト検体、DNA マイク

ロアレイ 

 

［研 究 題 目］アクセシブルデザイン及びその適合性評

価に関する国際標準化 

［研究代表者］赤松 幹之（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］赤松 幹之、横井 孝志、倉片 憲冶、

関 喜一、伊藤 納奈、佐藤 洋、 

佐川 賢、水浪 田鶴、岡嵜 治子、 

野田 景子、有住 絵梨香 

（常勤職員6名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、JIS｢高齢者･障害者配慮設計指針｣シリ

ーズ、ISO/IEC Guide71、及び ISO/TR22411に基づい

て、高齢者及び障害者のニーズに対応した製品やサービ

スに関する一連の国際規格原案を作成し、ISO に提案

する。また、その目的のため、高齢者や障害者の人間特

性データ収集のための実験等を行う。 

 平成24年度の実績は以下のとおりである。(1)アクセ

シブルデザイン適合性評価制度の指針の国際提案に向け、

国内外の評価制度の現状、ニーズ調査等を行った。

(2)ISO/IEC Guide71及び ISO/TR22411の改訂作業を、

それぞれ ISO/IEC/JTAG、ISO/TC159/WG2にて行った。

(3)公共空間の音案内について、 JIS 原案を基に

ISO/TC173に対して国際標準化提案を行った。 (4) 

ISO/TC159における国際標準化に関して、次の i)～vi)

に関する調査・実験の実施、標準化提案、原案の作成・

審議等を行った：i) 音声アナウンスの音量設定、ⅱ)色

の組合せ方法、ⅲ) 最小可読文字サイズ推定方法、iv) 

触知図形の基本設計方法、v) 消費生活製品の報知光、

vi) 消費生活製品の音声ガイド。(5)IEC/SMB/SG5に

て、AAL（自立支援技術）に関する検討を行った。(6)

上記(1)～(5)の国際標準化活動を円滑に行うために、欧

州及び中国･韓国･東南アジア諸国との連携強化及び調整

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者・障害者配慮、ISO/IEC Guide 
71、国際標準化、JIS、感覚特性、身体

特性 

 

［研 究 題 目］テンプレート保護型バイオメトリクスの

安全性評価に関する標準化 

［研究代表者］井沼 学（情報技術研究部門） 

［研究担当者］井沼 学（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオメトリクス認証は、一般に被認証者が指紋など

の生体情報をシステムに提示し、その生体情報をシステ

ム内に保存された登録テンプレート（特定の個人情報と

関連付けられて登録された生体情報）と照合することに

よって行われる。現行の多くの認証システムでは、登録

テンプレートは、センサから採取した生体情報そのまま

の形か、あるいは特徴情報を抽出した形でシステム内に

暗号化して保存されている。しかし、入力生体情報との

照合時に復号された元の登録情報がシステム内に現れて

しまうため、照合を行うサーバ管理者の不正や管理ミス

などによって、元の生体情報が漏洩する危険がある。そ

こで、、元の生体情報が復元出来ないような暗号化によ

る変換を行うと同時に、照合時においても元の生体情報
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が現れないよう変換したままで照合可能な認証方式が、

画像処理的なアプローチや暗号理論的なアプローチなど

種々のアプローチとして提案されている。このような技

術は、テンプレート保護技術と呼ばれ、国内外の多くの

研究機関によって開発が進められている。しかしながら、

これまでに開発されてきた種々のテンプレート保護方式

を統一的に評価できるような明確な安全性評価基準が未

だ確立していない。そこで、本提案事業では、委員会を

設置し、新規国際標準規格として提案することを目的と

して、種々のアプローチから提案されているテンプレー

ト保護技術を統一的に評価できる性能評価基準・評価手

法の検討を行った。 

 具体的には、評価指標を認証性能評価と生体情報保護

性能評価に分けて検討を行い、とくに保護性能評価の面

では、十分な保護性能達成のためには、認証時に生体情

報と補助データを提示する2 要素認証システムが必要で

あることを証明した。評価基準としては、補助データあ

るいは暗号化した生体情報が攻撃者に漏えいした場合に、

入手された情報から元の生体情報を復元することが困難

である復元困難性（Irreversibility）と、更に複数のシ

ステムから同様の情報（補助データ、あるいは、暗号化

した生体情報）を入手できたとしてもそれらの関連を解

析することが困難である非連結性（Unlinkability）を

重要視することとした。 

 7月開催の ISO/IEC SC37パリ会議後に米国担当者と

調 整 を 進 め 、 11 月 27 日 に 日 米 共 同 で 新 規 提 案

「 Information Technology - ISO/IEC 19795 - 
Biometrics Performance Testing and Reporting - 
Part 8: Performance Testing of Template Protection 
Schemes（情報技術－バイオメトリック性能試験及び

報告－第8部：テンプレート保護方式の性能テスト）」

（SC37N5299）を行った。 

 今後は、コエディタに立候補して、規格成立に向けて

積極的な活動を行っていく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］バイオメトリクス、テンプレート保護、

キャンセラブル・バイオメトリクス、セ

キュリティ評価基準、国際標準化 

 

［研 究 題 目］バイオセラミックスの再生医療用特性評

価法に関する標準化 

［研究代表者］本間 一弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］本間 一弘、新田 尚隆、小阪 亮、 

林 和彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

再生医療の産業化においては製造販売される再生医療

製品の性能と安全性、製造管理などを標準化することが

望まれる。このため、再生医療製品の性能を試験するた

めの手法として、MRI（磁気共鳴イメージング）およ

び領域選択 MRS（磁気共鳴スペクトルスコピー）を活

用し、含水率 Mo、緩和時間（T1,T1ρ,T2）、拡散係数

（D）、化学シフトδ、局所血流の変化を評価し、化学

的な結合状態の変化を評価して組織再生を推定する。東

大等の臨床機関との共同研究において実験データを収

集・蓄積を行い、再生医療製品の性能を評価するための

評価項目としての妥当性を検証した。組織再生は初期お

よび前期には組織の化学組成の進展があり、後期には繊

維化や組織特有の化学構造の構築が図られる。このため、

初期および前期は上記の特徴が観測される可能性を有す

る含水率および緩和時間（T1,T1ρ,T2）を、後期にお

いては組織繊維化を評価するための拡散係数 D の測定

が必要と判断する。また、元素の結合状態は化学シフト

δを用いて再生全期において評価すべきである。これら

の検討結果は、当該分野の ISO 会議（ISO/TC 150/SC 

7会議（モスクワ、ロシア 2012年9月10日－14日））にお

いて審議した。その結果、技術報告書（Technical 
Report）として提案する方針となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療製品、性能評価、MRI、磁気

共鳴イメージング、領域選択磁気共鳴ス

ペクトロスコピー 

 

［研 究 題 目］医療用プラズマ装置等に関する国際標準

化フィージビリティスタディ 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター）、 

金 載浩（エネルギー技術研究部門）、

榊田 創（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 主な実施内容としては、次の様である。1) 各種の医

療用途に想定される医療用プラズマ装置についての調査

研究。2) 医療用プラズマ装置の性能や安全性を担保す

る上で必要となる項目の明確化（医療機器承認の際に必

要となる項目を明確化）。3) 国際標準原案を作成するべ

き対象となる ISO、IEC のカテゴリーの明確化、及び

国産の機器の早期実用化・普及において優位性を確保す

るための標準化戦略案の提言。4) 国内学会における学

術論文、特許などの科学技術的な情報、該当する医療機

器についての国際市場動向、CLINICAL LANDSCAPE
に関連した調査研究。 

 以上の実施内容を元に、2013年4月に上海で行われた

IEC/TC62-SC62D 総会において、「発生させたプラズマ

を Medical application で利用する」と定義される医療

用デバイス「Medical Plasma Equipment」について、

特に IEC の定める止血機器の国際標準 IEC60601-2

「High Frequency Electrosurgery Equipment」でカ

バーされない項目が存在することが確認され、これに対

応する New Working Item Proposal（NWIP；新業務

項目提案）提案の必要性が確認された。そして、
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Japanese National Committee（Japanese Industrial 
Standards Committee（JISC））が、NWIP 提案を行

うとして承認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス、

計測・計量標準  

［キーワード］プラズマ、プラズマ診断、医療機器、外

科手術、国際標準 

 

［研 究 題 目］ナノ・マイクロバブル技術に関する国際

標準化 

［研究代表者］矢部 彰（理事） 

［研究担当者］高橋 正好（環境管理技術研究部門）」 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、ナノ・マイクロバブル技術の計測／評

価／認証技術の確立を通して、当該技術の加速的進展に

貢献するものである。具体的な目的として、体系として

の国際標準を構築することを目指しており、微細気泡産

業会が主体となって国際標準化に関わる提案を行うもの

であり、産総研はそのベースとなる基礎的事項に関わる

検討を行なう。本年度は、マイクロバブルから生成した

オゾンナノバブルなどに対して AFM 画像を捉えること

が出来た。その粒径分布として直径が10～30nm 付近に

分散を持つ真球状の微小物質であることを確認した。こ

のことからマイクロバブルが縮小して気泡状の極微細粒

子を形成することを証明することが出来た。また、電子

スピン共鳴法（ESR）を利用して、酸性条件下でのナ

ノバブル消滅時に水酸基ラジカルが発生することを発見

した。これはマイクロバブルとしての特性が残存してい

ることを示しており、気泡（内部に気体を含む微粒子）

としての特徴が維持されていることを示している。これ

らの基礎情報を微細気泡産業会に報告書などを介して提

供した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ナノバブル、国際標準、原子間力顕微鏡、

電子スピン共鳴法 

 

［研 究 題 目］「樹脂－金属 異種材料複合体の特性評

価試験方法」の国際標準化 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、宮前 孝行、伯川 秀樹、 

大沼 芳乃（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

近年国内メーカーを中心に、金属と樹脂部品の一体化

成型の革新的技術が開発され、従来の接着剤や溶着など

に比べ極めて高い金属と樹脂の接合強度が得られるよう

になってきている。自動車部品や電子部品への応用が期

待されているが、接合の強度および耐久性の評価方法が

確立されていないことが、本技術の産業分野への普及が

進まない理由の1つになっている。本研究開発事業では、

金属と樹脂との接合強度およびその耐久性に関わる特性

評価基準を最適化し、樹脂－金属異種複合材料の定量的

かつ客観的な性能評価を可能とする試験方法を確立し、

ISO/TC61/SC11に国際標準原案を提案することを目的

とする。 

１．樹脂／金属接合界面の接合強度評価 

 8種類の試験片形状を作製し、それぞれの試験形状

について寸法の異なる試験片の引張り、衝撃、曲げ、

封止等の接合強度試験を進め、接合強度に対する寸法

の影響を検討した。今回作製した試験片寸法の範囲で

接合界面の特性評価が可能であることが確認され、予

定通りに樹脂－金属界面の接合特性評価のための最適

な試験条件および試験片形状を見出すことができた。

さらに、引張り接合強度試験について国内ラウンドロ

ビン試験を実施し、評価方法が妥当であることを実証

した。 

２．樹脂／金属接合界面の耐久性評価 

 １．の結果を踏まえ、形状・寸法が最適化された試

験片を用いた耐久性評価を実施するため、長期環境試

験（冷熱衝撃、高温高湿、塩水噴霧）を開始し、冷熱

衝撃については、500サイクル、高温高湿については

500時間、塩水噴霧については100時間の特性データを

収集することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］接合、界面、標準化、成形加工 

 

［研 究 題 目］ナノ材料の安全性評価基盤に関する国際

標準化 

［研究代表者］山本 和弘 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山本 和弘、藤本 俊幸、寺内 信哉、

水野 耕平、竹歳 尚之、田中 充 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 透過型電子顕微鏡を用いたナノ粒子材料の一次粒子粒

度分布計測の手法を開発し、国際標準化をすることを目

的に、以下の研究開発を行った。 

(1) 透過型電子顕微鏡を用いた一次粒子粒度分布測定方

法の開発 

 現状の TEM を用いた一次粒子粒度分布測定方法の

検証と課題の抽出のために、国内産業界の協力のもと

にラウンドロビン試験を行った。現状技術の検証と課

題抽出のために、計測プロトコルは定めずに、参加機

関で通常用いられている手法に従うものとした。ラウ

ンドロビン試験の結果から参加者を含めた検討会を開

催し、各機関の技術的詳細を検討した結果、1) TEM
装置のスケール校正、2) TEM 試料調整方法、3) ナ

ノ粒子凝集体からの一次ナノ粒子計測手法、が重要な

課題であることが明らかとなった。 

(2) 透過型電子顕微鏡を用いた一次粒子粒度分布測定の

ための標準化審議支援 
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 ナノテクノロジー分野の国際標準化活動を円滑に推

進するため、ISO/TC229国内審議団体として、関連す

る国際会議等への参加及び国内審議委員会を運営した。

国内審議委員会本委員会、分科会等を開催し、国内関

係機関に対して ISO/TC229の会議報告と今後の対応

を行った。また ISO/TC229の会議報告書であるナノ

テクサーキュラーを発行して、国内配布により情報発

信を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］透過型電子顕微鏡、ナノ粒子、ナノ材料、

粒子径、サイズ、一次粒子径 

 

［研 究 題 目］燃料電池に関する国際標準化 

［研究代表者］谷本 一美 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］谷本 一美、山根 昌隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は（社）日本電機工業会（JEMA）及び（独）

産業技術総合研究所(産総研)が共同で実施し、JEMA
が事業全体を統括した。産総研は「マイクロ及び可搬型

燃料電池システムからの排気に係る安全性評価試験方法

に関する基盤技術開発」を担当した。携帯電話機等人体

近傍で使用される機器に内蔵されたマイクロ燃料電池か

らの排出物に係る国際的な安全性評価試験方法を現行の

ものからより合理的なものに見直すための提案に資する

実証的データの取得を目的とした。上記マイクロ燃料電

池使用時の排出ガスの人体への吸引に対する影響の評価

方法を検討のため、サーマルマネキン（TM）、または

サンプリング管による直接吸引によるガス吸引実験を行

った。その結果、現行試験方法に従ったサンプリング管

直接による5L/min での連続吸引試験では、測定される

ガス濃度のばらつきが他の吸引条件の場合に比べてかな

り大きく、測定の信頼性が十分ではなかった。これに対

し流量を10L/min、15L/min と増大させるとガス濃度測

定値のばらつきが小さくなった。一方、吸引管径の違い

は測定結果にほとんど影響を与えなかった。15L/min
（成人の呼吸量）で呼吸動作している発熱 TM による

ガス吸引実験での測定値に近い値を示すサンプリング管

法での試験条件を求めたところ、15L/min での連続吸

引条件が該当した。それによれば簡便に実条件に近い計

測値を得ることができると考えられる。以上の結果に基

づき、現行国際規格 IEC 62282-6-100の試験条件の見

直しとして、現在改訂審議中の委員会原案に15L/min
連続吸引条件が採用されている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロ燃料電池、排気、安全性、国際

標準 

 

 

［研 究 題 目］多様な再生医療製品の製造に対応可能な

除染接続手段に関する標準化 

［研究代表者］弓場 俊輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、田所 美香、笹尾 真理 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

大阪大学、澁谷工業株式会社との共同研究によって、

再生医療製品無菌製造システムの構築を目指し、細胞培

養等の機器類を無菌的かつユニバーサルに組合せ・脱着

するためのインターフェース（除染接続手段）の開発・

標準化を行うものである。 

除染接続装置の実用性を検証するため、まず、除染能

力評価手法を確立した。 

 具体的には、装置内部および装置接続部の清浄度、す

なわち浮遊微粒子濃度測定、浮遊一般細菌に対する培養

試験、感染評価試験等、これら従来、セルプロセッシン

グセンターで行ってきた環境試験の方法を除染接続装置

評価用へ最適化した。さらに、除染に用いるガスの残留

による細胞安全性（死細胞数評価、細胞増殖能、細胞分

化能等）に対する評価手法も確立した。 

 これら確立した手法を用いて、実際の除染接続装置の

プロトタイプの除染機能の評価を行うと共に、同機が作

る環境の清浄度（環境微粒子の計測）を評価し、アイソ

レータ本体やインキュベータの環境基準を十分満たすこ

とが確認できた。さらに除染後の環境について、培養細

胞への安全性評価を行った。その結果、長期培養・接続

装置の脱着を行っても清浄度に問題なく、培養細胞への

影響も無かった。次に最終型除染接続装置の除染能力を

評価したが、確立した手順において除染効果が得られる

ことも確認できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］再生医療、製造システム 

 
［研 究 題 目］戦略的国際標準化推進事業／標準化研究

開発／カシミヤ繊維の試験方法に関する

標準化 

［研究代表者］町田 雅之（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］町田 雅之、小池 英明、 

関口 勇地、野田 尚宏 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 カシミヤ繊維について、DNA を用いて類似のヤクや

ヒツジの繊維から効率的に鑑別する試験方法を開発、国

際標準化を ISO/TC38/WG22に提案し、規格として発行

することを目標としている。カシミヤ製品において、カ

シミヤ表示が誤っている場合、類似のヤクやヒツジが用

られていることがほとんどである。このため、カシミヤ

の毛を、目視により鑑別の難しいヒツジおよびヤクのも

のと効率的に鑑別する方法の開発が必要である。これら

は異なる生物種であるので、ゲノム DNA 配列に基づい
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て識別することが確実である。本年度の事業により、カ

シミヤ等の鑑別対象種について、標準となる獣毛の試料

をモンゴルより採取した。また識別する獣毛種のゲノム

塩基配列の比較から、PCR 法を応用した方法により識

別するための候補部位の絞り込みを行った。さらに、獣

毛を識別するための実験手順を改良するとともに、改良

した方法、新しい候補部位を用いて実サンプルを用いた

国内手合わせ試験を実施した。これらの実績に基づいて、

詳細な試験手順を含む規格を ISO/TC38/WG22での WD
原案を改良した。6月のパリ、2月の北京での2回の

WG22の会合で内容を各国の委員に説明するとともに、

議論を重ね、WG22での投票によって委員会原案

（CD）の成立を達成した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］カシミヤ、国際標準化、DNA、種鑑別、

塩基配列 

 

・石油資源遠隔探知技術研究開発 

［研 究 題 目］石油資源遠隔探知技術の研究開発 

［研究代表者］山本 浩万（地質調査情報センター） 

［研究担当者］山本 浩万、岩男 弘毅、土田 聡 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 石油等の資源開発および関連する環境管理等の分野に

おいては、人工衛星データ利用技術の研究開発により我

が国のエネルギー安定供給の確保に資することが期待さ

れている。 

 本研究は、このエネルギー安定供給確保に資するため、

経済産業省が開発した衛星搭載型地球観測センサ

ASTER を用いて、衛星データの処理・解析技術の先端

的研究開発を実施するものである。 

 産総研の複数ユニットにまたがって研究開発を進めて

おり、本センターでは、画像データの校正・検証・補正

技術および処理・解析技術の高度・高精度化の研究・技

術開発を担当している。 

 処理・解析技術の先端的研究開発の研究については、

平成23年度に引き続き ASTER の校正・検証を行い、衛

星画像の精度維持・高精度化を図った。ASTER 可視近

赤外バンドの校正・検証および補正の技術開発研究につ

いては、代替校正実験結果においては過去からの

ASTER センサ劣化傾向に大きな変化は見うけられず、

MODIS との相互校正の結果とも劣化パターンにおいて

は一致性が高かった。ASTER 熱赤外バンドの代替校正

およびその放射率プロダクト生成アルゴリズムの研究に

つ い て は 、 代 替 校 正 お よ び 検 証 実 験 を 行 い 、

ASTER/TIR の機上校正は異常なく機能していると推察

された。ASTER 雲量推定に関しては、MOD35プロダ

クトによる雲マスクを毎日生成してプロダクト検索の際

に役立てられているが、ASTER スケジューリングにお

ける Late Change の雲避け効果の検証にも利用された。

地理空間情報の高度化・高精度化技術の研究については、

クラウドソーシングによる地上情報作成システムの開発、

全球都市域マップの試験的公開を行った。また、

PALSAR データを組み合わせることで都市域マッピン

グにおける都市分類精度が向上することを示した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］衛星画像、校正・検証、画像補正、地理

空間情報、ASTER 

 

［研 究 題 目］石油資源遠隔探知技術の研究開発 

［研究代表者］浦井 稔（地質情報研究部門） 

［研究担当者］浦井 稔、川畑 大作、山本 直孝、 

加藤 敏（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

石油等の資源開発および関連する環境管理等の分野に

おいては、人工衛星データ利用技術の研究開発により我

が国のエネルギー安定供給の確保に資することが期待さ

れている。 

 本研究は、このエネルギー安定供給確保に資するため、 

経済産業省が開発した衛星搭載型地球観測センサ

ASTER を用いて、衛星データの処理・解析技術および

マップ作成技術の先端的研究開発を実施するものである。 

産総研の複数ユニットにまたがって研究開発を進めて

おり、本部門では、オセアニア、南米を対象にグローバ

ル衛星画像データセットを作成した。さらに、来年度以

降に予定していた北米についても、前倒しで一部の地域

でグローバル衛星画像データセットを作成した。GEO 
Grid システムにおける ASTER アーカイブ利用の応用

の一つとして、熱赤外バンドを用いた高温領域検出シス

テムの開発を行った。これは、新規観測データが追加さ

れる都度自動的に解析処理が実行され、検出結果はブラ

ウザで閲覧できる他、RSS や KML でも参照すること

が出来る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］リモートセンシング、衛星利用技術、 

ASTER、東アジア、タリム盆地、画像

モザイク、オルソ画像、GEOGrid、高

温領域、熱赤外 

 

・二酸化炭素回収・貯蔵安全性評価技術開発事業 

［研 究 題 目］弾性波探査を補完する CO2挙動評価技

術の開発 

［研究代表者］中尾 信典（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］中尾 信典、當舎 利行、奥山 康子、

菊地 恒夫、杉原 光彦、西 祐司、 

雷 興林、相馬 宣和、徂徠 正夫、 

加野 友紀、船津 貴弘、石戸 恒雄、

内田 利弘、及川 寧己、高倉 伸一、 

光畑 裕司、中島 善人、佐々木 宗建、

上田 匠、宮越 昭暢、宮崎 晋行、 
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藤井 孝志、名和 一成、上原 真一、

駒澤 正夫（常勤職員22名、他3名） 

［研 究 内 容］ 
1) 弾性波補完モニタリング技術の開発 

 本研究では、重力、自然電位、AE（Acoustic 
Emission）などの多面的なモニタリング技術を CO2

地中貯留に適用し、弾性波探査（反射法など）を補完

できるモニタリング技術を構築することで、長期的な

モニタリングコストの低減を目指す。今年度は、我が

国に先行して大規模な CO2圧入が予定されている米

国・南西部炭素隔離地域パートナーシップ（SWP）
の CO2大規模圧入テストサイト ファーンズワース

（Farnsworth Unit）（米国テキサス州）において観

測システムを整備してベースライン測定を実施した。

また、ゴードン・クリーク（Gordon Creek）テスト

サイトの地質モデルと圧入プランを用いて CO2圧入

開始時の変動予測を行った。 

 最適モデリング技術の開発では、数値シミュレーシ

ョンにより計算される温度、圧力、CO2飽和度等の変

化量を、観測可能な物理量（理論計算値）に変換する

プログラムの開発・整備を行い、長期 CO2挙動予測

の精度向上に寄与することを目指す。今年度は、弾性

波探査ポストプロセッサについて、多面的モニタリン

グのモデル地域への適用にあたって必要となる VSP
探査用付加機能の作成および改良を行うともに、ポス

トプロセッサを用いた例題計算により各種モニタリン

グ手法の適用手順等を検討した。 

2) 遮蔽性能評価技術の開発 

 ジオメカニクスを考慮した断層モデリング手法の開

発では、ナチュラル・アナログ研究手法により、CO2

遮蔽性能に特化して断層のモデル化を進めることで、

モデリング手法の確立を目指す。今年度は、CO2が自

然湧出しているナチュラル・アナログ研究モデル地点

（長野県長野市松代地区）でのデータ収集及び整理、

室内実験による岩石･断層の物性の把握を行い、それ

らのデータを統合し、ジオメカニクスを考慮したシミ

ュレーション用精密地質モデルを作成した。 

 CO2移行性能評価技術の開発では、地中貯留用の地

層となる砂泥互層に関して、CO2長期挙動シミュレー

ションに資する地質モデリング手法の開発を目的とす

る。シール圧の評価手法の検討では、粒径を制御した

人工試料に対する浸透実験を実施した。スロート径が

既知のキャピラリプレート試料を適用することにより、

粒子パッキングの不均質性の問題を回避して、スレッ

ショルド圧－浸透率の相関性における最密充填直線を

決定することに成功した。化学的反応プロセスの評価

では、CO2地中貯留のナチュラル・アナログとみなさ

れる炭酸泉および炭酸水素塩泉において現場反応実験

を行い、地化学プロセスで最も重要となる炭酸塩鉱物

について反応速度の計測と生成条件の検討を行った。

また、動的光散乱法を導入して、CO2地中貯留条件下

での炭酸塩鉱物の核形成までの待ち時間および臨界過

飽和度の計測も実施した。さらに、砂泥互層内での

CO2挙動シミュレーションを実施し、砂泥互層の遮蔽

性能に及ぼすスレッショルド圧の感度解析を行った。

実験で得られたスレッショルド圧の上限値と下限値を

入力パラメータとしたシミュレーションからは、特に

圧入終了後の期間における CO2の挙動に大きな違い

が生じ、粒径分布や間隙構造に起因したスレッショル

ド圧の差が遮蔽性能に大きな影響を及ぼし得ることが

示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー、地質 

［キーワード］CO2地中貯留、モニタリング、重力、自 

然電位、AE、米国 SWP、断層、モデリ

ング、ジオメカニクス、ナチュラル・ア

ナログ、砂泥互層、シール圧、地化学プ

ロセス 

 

［研 究 題 目］CO2圧入手法の適正評価と CO2貯留層の

健全性評価 

［研究代表者］中尾 信典（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］中尾 信典、當舎 利行、雷 興林、 

船津 貴弘、加野 友紀、石戸 恒雄、 

楠瀬 勤一郎（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本業務では、北海道苫小牧において二酸化炭素地中貯

留の実証試験を行うのに先立って、検討すべき課題のひ

とつとして、二酸化炭素を地中に入れることによる地震

の誘発可能性と実証試験地が巨大な地震に襲われたとき

の安全性について評価を行った。評価の結果は以下のと

おりである。 

1. 現在計画されている CCS 実証試験の内容であるな

らば、二酸化炭素の圧入に伴う地震誘発を想定する必

要はないと考えられる。 

2. 現在計画されている CCS 実証試験の内容であるな

らば、大地震による強震動に実証試験地が見舞われて

も、下部貯留層の西縁で滝ノ上層を切る断層により二

酸化炭素が上部の萌別層にリークすることを想定する

必要はないと考えられる。 

3. ただし、実証試験地においては、微小震動の観測網

を設置し、観測結果を圧入事業に反映することが重要

である。また、事業への安心・信頼性向上のためには、

石狩低地東縁断層帯南部など、周辺の微小地震活動に

ついてもモニターすることが肝要である。 

4. 将来、大規模な CCS 事業を実施する際には、今回

の CCS 実証試験の成果を踏まえて、地震誘発・二酸

化炭素の漏えいについて再評価することが必要である。 

［分 野 名］環境・エネルギー、地質 

［キーワード］CO2地中貯留、北海道苫小牧、実証試験、

健全性評価、微小地震、地震の誘発可能
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性、漏洩、モニタリング 

 
・キッズデザイン製品開発支援事業 

［研 究 題 目］キッズデザイン製品開発支援事業 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］山中 龍宏、西田 佳史、堀 俊夫、 

本村 陽一、北村 光司、多田 充徳、

持丸 正明、河内 まき子 

（常勤職員7名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

我が国では、1歳から14歳までの子どもの死因の第1位

が不慮の事故であり、この不慮の事故によって0歳から

19歳の子どもが年間約900人、命を落としている(2011年

は震災の影響があり、約1800人)。また、生まれてから3

歳までの子ども約10人のうち8人は事故のために医療機

関にかかるとされている。 

少子化が進む現在、このような子どもの事故を予防し、

安全かつ安心して子育てができる生活環境の整備は急務

である。さらに、子どもの事故防止対策を施した製品の

開発・普及は、我が国の子どもに対する安全・安心を高

めるだけでなく、今後国外においてもこうした製品ニー

ズが高まるものであり、世界に先んじて取り組んでいく

ことが、我が国の産業競争力の強化にもつながる。また、

こうした安全対策に積極的に取り組むことは、日本のも

のづくりのブランド化に向けても必要不可欠である。 

そこで、本事業では、子どもを安全かつ安心して生み

育てられる生活環境の整備に向けて、消費者庁・医療機

関等に収集された事故情報をもとに、人間の特性・行動

分析に強みを持つ研究者により原因究明等を行い、得ら

れる科学的知見を企業や業界団体に提供することで、事

故予防に配慮された安全・安心な製品開発や業界標準の

作成を支援する。また、製品の選択や使い方等に関して

社会全体への効果的な情報提供等を行うことを通じて、

安全・安心設計のものづくりを産業界が積極的かつ持続

的に推進していく体制の構築を目指すことを目的とする。 

実施した内容は、以下の通りである。 

１．事故情報等の収集・データベースの拡充 

 （独）国立成育医療研究センターと連携して、平成

18年度から継続している傷害サーベイランスシステム

を用い、今年度は3,332件のデータ（受傷部位データ

が存在するデータは、679件）を収集した。また、地

域レベルにおける傷害発生の疫学的理解を目的とし、

平成23年度から行っていたものを 平成24年度も継続

し、（独）長崎医療センター・救命救急センター、大

村市医師会、NPO 法人 Love&Safety おおむらと共同

で子どもの傷害情報を分析した。また、大村市にある

16カ所の幼稚園・保育所においても、傷害サーベイラ

ンスの実施を開始した。日本でも初めての試みとなる

医療費を含めた地域レベルでの疫学的調査に取り組み、

今後の傷害予防の取り組みを進めていくうえで、社会

的影響をより正確に映し出すためのデータとして活用

できるものとした。 

２．基盤整備プロジェクト 

 基盤整備プロジェクトでは、平成24年7月に、企

業・業界団体・その他の機関に対し、キッズデザイン

製品の開発に必要となるニーズや技術シーズを募集し

た。H24年度は、応募があった37課題（16社・団体）

について、頻度・重傷度・社会的ニーズ・一般知識化

の可能性等を考慮して、12課題（12社・団体）を基盤

整備プロジェクトとして実施した。以下に示すような

キッズデザイン製品開発に寄与するデータや技術が整

備 さ れ た 。 成 果 は 、 WEB （ http://www.kd-wa-
meti.com）から公開した。 

●キッズデザイン製品設計支援ツール（子どもの身体

寸法データブック改訂版、2D/2.5D/3D 実寸モデ

ル） 

●商業施設用ヒヤリハット・事故データ管理ソフトウ

ェア改良版 

●子どもの身体寸法・子どもの動作特性データベース

の拡充（レバーの操作データ、自転車のブレーキ動

作の操作特性、隙間の腕の挿入特性など） 

●製品の危険を伝えるための表示に関する留意点の整

理 

●大人用遊具の安全性評価技術、空気膜構造遊具の安

全性評価技術 

●生体材料を用いた裂傷・切傷発生データ 

●生活不具合データベースの拡充（二世帯住宅のる不

具合データ） 

 

３．プロジェクト周知のためのシンポジウム・研修会

（ワークショップ） 

 平成24年7月10日、共通基盤整備テーマ研究の応募

を促すため、企業・団体関係者や研究者向けに、これ

までの共通基盤整備の成果などの情報発信を兼ねたシ

ンポジウムを、六本木アカデミーヒルズ タワーホー

ルにて開催した。 

 また、平成24年10月12日～14日に、デザイナー、技

術者、企業関係者に対し、キッズデザイン製品開発へ

の積極的かつ持続的な推進に向けた参加意欲の向上と

具体的アクションへとつなげることを目的に、福岡県

福岡市にて開催された「第4 回際ユニヴァーサルデザ

イン会議2012 in 福岡」に出展した。 

 平成23年度に作成したテキスト「ものづくりイノベ

ーション“キッズデザイン”へのアプローチ」を改訂

した。企業の設計者・デザイナーなど計42名を対象と

したワークショップ形式の研修会を平成24年11月26日

(東京）と平成24年12月6日（福岡）に開催した。また、

この研修会において、H23年度の基盤整備プロジェク

トの中で実施した「デザイン・設計支援における支援
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ツール」を使用した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、キッズデザイン、

子どもの傷害予防、傷害サーベイランス、

身体寸法データベース、行動データベー

ス、シミュレーション、リスクアセスメ

ント技術、オープンイノベーション 

 

・水素ネットワーク構築導管保安技術調査 

［研 究 題 目］水素拡散挙動調査 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］高橋 明文、和田 有司、中山 良男、 

久保田 士郎、椎名 拡海、松村 知治、 

若林 邦彦、松木 亮、堀口 貞茲、 

江渕 輝雄、堀川 貴広、高柿 大輔、 

橋本 進吾、Wahyudi Sugeng 
（常勤職員8名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 水素はクリーン燃料として普及が期待されているが、

着火の容易さや爆轟への転移による危険性から都市ガス

等とは異なる安全対策が必要となる。本調査研究は一般

需要家向けに中低圧の水素をパイプラインによって供給

するためのネットワークの構築事業に際し保安確保を図

るために行われた。 

 まず水素の拡散挙動・着火影響の調査を行った。腐食

によって発生する漏えい孔を想定して配管に設けた模擬

孔（孔径： 0.8～ 10mmφ）からの中低圧（ 2.5～

300kPa）の水素漏えいにおける危険性の調査であり、

水素拡散濃度分布及び漏えいした水素に着火した際の火

炎サイズ、爆風圧並びに火炎からの熱発生の特性（輻射

熱・燃焼ガス温度）を対象とした。また、水素拡散実験

を再現する流体計算を実施した。以上の調査により漏え

い孔と管内水素圧力に対する危険性を整理した。 

 次に管内ガス置換挙動の調査を行った。空気の充満し

た導管に直接水素を導入することは危険性が高いため、

効率をなるべく損なわずに空気から水素への置換を安全

に行うために、内径25mmφ及び50mmφ、長さ20m 及

び50m の管を用い、一定量窒素を供給した後に水素を

導入するという作業を模した実験である。結果として本

調査の範囲では全て窒素により空気と水素を隔離して安

全に置換できることが確認された。 

 実験による調査と平行して文献調査も行った。これは

高温物、静電気、金属火花あるいは電気火花といった水

素導管工事の際の着火源と着火現象との関係について記

載された文献調査と体系的な取りまとめであり、成果物

として水素パイプライン供給事業の実施に適した知見と

なる資料を作成した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素、空気、窒素、都市ガス、パイプラ

イン、導管、漏えい、置換、ガス爆発、

火炎サイズ、爆風圧、輻射熱、燃焼ガ

ス温度、シミュレーション、着火源 

 

・エネルギー使用合理化技術開発等 

［研 究 題 目］密閉型植物工場を活用した遺伝子組換え

植物ものづくり実証研究開発 

［研究代表者］松村 健（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］福澤 徳穂、松尾 幸毅、安野 理恵、

田坂 恭嗣、松村 健 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 医薬品等に利用するタンパク質を、遺伝子組換え植物

により効率的に生産するための基盤技術を確立すること

により、二酸化炭素排出削減効果のある省エネ型革新製

造プロセスを確立するとともに、次世代ものづくり産業

基盤を構築することとする。 

研究計画： 

 Cucumber mosaic virus（CMV）ベクターを用いて、

アグロインフェクションにより植物に導入・高発現させ

る技術開発を開発する。 

年度進捗状況： 
(1)「植物ウイルスとアグロバクテリウムによる高効率

植物発現システムの開発」 

 Cucumber mosaic virus（CMV）ゲノム（RNA1、

2、3）の内、RNA1または RNA3を恒常的に発現する

遺伝子組換え植物体に、CMV RNA2に GFP 遺伝子

を挿入したベクターをアグロインフィルトレーション

法により接種した結果、GFP 遺伝子の発現が葉脈に

閉じこめられ、葉肉細胞へ移行できないことを見いだ

した。そこで、RNA サイレンシングサプレッサーで

ある2b 遺伝子を併用したところ、植物体全組織への

GFP の移行に成功した。本結果をもって特許出願し

た。。 
(2)「超感受性植物の開発」 

 サイレンシング関連遺伝子である AGO1、AGO4、

DCL2、DCL4、HEN の部分配列を N. benthamiana
より単離し、遺伝子抑制用ベクターの構築、遺伝子抑

制用アグロバクテリウムの作成、当該形質転換菌株で

形質転換したサイレンシング機構抑制型遺伝子組換え

植物の作出を行った。得られた組換え体の一部におい

て、上記サイレンシング関連遺伝子の発現が低下して

いることを確認できた。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子組換え植物、抗体、遺伝子発現抑

制 

 
・石油精製業保安対策事業 

［研 究 題 目］高圧ガスの危険性評価のための調査研究 
［研究代表者］椎名 拡海（安全科学研究部門） 
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［研究担当者］椎名 拡海、緒方 雄二、土屋 健太郎、

中山 良男、和田 有司、久保田 士郎、

松村 知治、若林 邦彦、高橋 明文、

松木 亮、堀口 貞茲、江渕 輝雄、 

堀川 貴広、高柿 大輔、橋本 進吾、

Wahyudi Sugeng 
（常勤職員10名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 最近問題となっている支燃性ガスを含む様々なガス爆

発事故について、被害予測シミュレーション技術を構築

するため、実験によりガス爆発現象の解析・評価を行っ

た。本研究は、支燃性ガスの燃焼時における支燃性評価

と、球形火炎の火炎伝播速度加速現象評価からなり、そ

れぞれ東京大学大学院土橋教授、三好准教授及び山形大

学大学院桑名准教授と連携して行った。 

 支燃性ガスの燃焼時における支燃性の程度、爆発威力

を評価するため、支燃性ガスとして、塩素、二酸化窒素、

三フッ化塩素を用い、燃料である水素、メタンと密閉容

器内で混合して点火し、圧力上昇速度から燃焼速度を計

測した。また、シミュレーションで再現するための詳細

反応機構を構築した。昨年度の成果であるフッ素、亜酸

化窒素、三フッ化窒素を加えた6種の支燃性ガスについ

て、これまで支燃性の評価に用いられてきた爆発範囲や

酸素当量係数と燃焼速度を比較したが相関は低かった。 

 ガス漏えい爆発事故の爆風被害予測技術の開発を目的

として、火炎の球径が大きくなるに従い加速する火炎伝

播速度を再現するシミュレーション技術を構築するため、

水素またはプロパンと空気との予混合気を4及び9立方

m のビニルハウス内に充てんして点火し、高速度カメ

ラを用いて火炎伝播速度の球径依存性を計測した。また、

壁面が球形火炎伝播に与える影響を調べるため、4立方

m のビニルハウスに鉄製の壁面を設置して同様の実験

を行い、火炎伝播の様子と爆風圧の距離・方向依存性を

観測した。さらに、球径が大きくなるに従い加速する火

炎伝播速度の加速の程度を火炎伸長が火炎伝播速度に与

える影響の違いを用いて再現するシミュレーションを構

築した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］高圧ガス保安、ガス爆発、被害予測、支

燃性ガス、塩素、二酸化窒素、三フッ

化塩素、水素、メタン、プロパン、化

学反応モデル、詳細反応機構、火炎伝

播速度、火炎加速、シミュレーション 

 

・医療機器等の開発・実用化促進のためのガイドライン

策定事業 

［研 究 題 目］医療機器に関する開発ガイドライン作成

のための支援事業 

［研究代表者］赤松 幹之（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］赤松 幹之、本間 一弘、鎮西 清行、

鷲尾 利克、岡崎 義光、廣瀬 志弘、

山下 樹里（以上、ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門）、 

田口 隆久（関西センター所長）、 

木山 亮一（バイオメディカル研究部

門・シグナル分子研究グループ）、 

片岡 正俊（健康工学研究部門・バイオ

マーカー解析研究グループ）、 

弓場 俊輔（健康工学研究部門・組織・

再生工学研究グループ）、 

坂無 英徳（情報技術研究部門・スマー

トシステム研究グループ）、 

本間 敬子（知能システム研究部門・デ

ィペンダブルシステム研究グループ）、 

梶谷 勇（知能システム研究部門・統合

知能研究グループ）、 

榊田 創（エネルギー技術研究部門・先

進プラズマ技術グループ）、 

池原 譲（糖鎖医工学研究センター・マ

ーカー検出技術開発チーム） 

（常勤職員16名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の医療機器を早期に臨床導入するためには、円

滑な機器の開発、迅速な薬事審査、市販後の安全維持を

総括的に検討すべきで、これらは関連する産業の発展、

国際競争力の強化、安心・安全な機器の利用、国民の

QOL の向上に大きく寄与する。本研究は、円滑な機器

の開発と迅速な薬事審査への寄与を目的とした開発ガイ

ドラインを策定することにある。 

 平成24年度は、再生医療分野（ヒト細胞製造システ

ム）、再生医療分野（組織［軟骨］再生性能評価技術）、

体内埋め込み型材料分野（高生体適合性［カスタムメイ

ド］股・膝関節以外の関節インプラント）、体内埋め込

み型材料分野（高生体適合性［カスタムメイド］脊椎イ

ンプラント）、ナビゲーション医療分野（手術ロボット）、

テーラーメイド医療用診断機器分野（遺伝子発現解析用

DNA チップ）、画像診断分野（コンピュータ診断支援

装置）、運動機能回復訓練機器分野（運動機能訓練用医

療機器）、プラズマ応用技術分野（プラズマ処置機器）

の9課題の開発ワーキンググループを設置し、厚生労働

省の事業に基づいて設置された審査 WG と連携して開

発者および審査関係者に有益な事項に関して技術的側面

から検討した。この結果、再生医療分野（2件）、画像診

断分野（1件）、運動機能回復訓練機器分野（1件）にお

ける4件の開発ガイドライン（案）、およびナビゲーショ

ン医療分野における開発ガイドライン（改訂案）、テー

ラーメイド医療用診断機器分野における標準仕様書

（案）を策定した。 

 他方、本事業において過去に提案された開発ガイドラ
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インに対して、学会等における講演、工業会に対する解

説、インターネットを利用した情報の開示、英文化によ

る諸外国への対応などを実施して普及に努めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］医療機器開発ガイドライン、再生医療、

手術ロボット、トレーニング、生体適合

性インプラント、コンピュータ診断支援、

医療用ソフトウェア 

 

・国内資源開発基礎情報取得等事業 

［研 究 題 目］平成24年度国内資源開発基礎情報取得等

事業 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、宮崎 一博、荒井 晃作、 

下田 玄、斎藤 眞、片山 肇、 

小田 啓邦、西岡 芳晴、宝田 晋治、

森尻 理恵、水野 清秀、中野 俊、 

渡辺 真人、佐藤 智之、山岡 香子、

佐藤 太一、棚橋 学、鈴木 祐一郎、

高木 哲一、佐脇 貴幸、中嶋 健、 

森田 澄人、後藤 秀作、大野 哲二、

宮崎 純一、飯笹 幸吉 

（常勤職員25名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、日本周辺海域の地質情報を収集・整理し、

国民経済上特に重要であり、その安定的な供給の確保が

特に必要な石油・天然ガス等の鉱物の鉱区候補地の指定

や資源探査許可申請への対応のための基礎情報を整備す

ることが目的となる。この目的のため、以下の事業を実

施した。１）産総研で出版した海洋地質図及び陸上の地

質図幅をデジタル化し、探査資源ポテンシャル評価のベ

ースマップとして整備する。具体的には、産業技術総合

研究所で出版した1/100万海洋地質図のデジタル化と陸

上の1/20万シームレス地質図の凡例入れ替えを行った。

また、石油・天然ガス、海底鉱物資源、陸域鉱物資源の

それぞれについて既存データの収集・解析と資源ポテン

シャルの概要をまとめた。２）資源開発に関係する法令

について調査し、具体的な手続きについて整理した。

３）鉱物資源の開発に必要な地質構造等の主要な調査手

法である地震探鉱法、電磁法、集中的サンプリング法に

つき、それぞれにおいて用いられる機器の使用目的、使

用方法、能力、スペック等を調査し、整理した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉱業法、海域地質情報、地質図、鉱物、

資源、情報整備 

 

・その他 

［研 究 題 目］平成24年度環境対応技術開発等（室内環

境における消費者製品に含まれる化学物

質の管理手法の開発） 

［研究代表者］東野 晴行（安全科学研究部門） 
［研究担当者］東野 晴行、梶原 秀夫、篠崎 裕哉、

村井 賀子、高井 淳 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
室内環境下において、消費者製品等に含まれる化学物

質への暴露によって生ずるシックハウス症候群や本態性

多種化学物質過敏状態（いわゆる化学物質過敏症）など

の健康影響（以下「SHS・MCS 等」という。）の対策

に資するための室内濃度の情報が不足していることから、

以下の3項目について調査・研究・開発を実施すること

で、研究者や製品開発者等の専門家だけでなく、一般消

費者でも室内濃度を推定し、SHS・MCS 等に対する対

策を検討できる環境を整備した。 

(1) 室内濃度に関する情報収集・測定及び室内濃度推定

のためのアルゴリズムの作成 

 製品部材中での化学物質の生成・分解に関する文献

調査を行い、製品部材中の化学物質の生成・分解を考

慮したアルゴリズムを作成した。クローゼットなどの

小空間に関する換気回数推定のための簡易モデルを作

成した。住環境と換気状況に関するアンケート調査の

結果をまとめ、簡易モデルのパラメータについての情

報を整理した。 

(2) 製品情報の収集 

 市場に流通している消費者製品の種類や化学物質含

有率に関する情報を収集するとともに、消費者の購入、

使用、生活行動パターンに係る情報を収集した。 

(3) 室内濃度推定モデルのプロトタイプモデルの作成 

 室内で一般消費者が化学物質暴露によって受ける

様々な影響（SHS・MCS 等）を評価し、適切に管理

することに資するため、非定常の室内空気質モデル、

発生源モデルおよびインターフェイスなどを統合し、

室内濃度の時間変化と世帯分布が再現できるような、

プロトタイプモデルの開発を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  
［キーワード］室内環境、消費者製品、シックハウス症

候群、暴露モデル 
 

［研 究 題 目］太陽電池モジュール出力測定及び信頼性

評価規格に関する技術的協力支援事業 

［研究代表者］菱川 善博 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、大谷 謙仁、猪狩 真一、

近藤 道雄（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

１．現地指導 

 太陽電池の出力測定規格（IEC60904シリーズ※）

を適用した測定・校正能力の形成に向けて技術支援を

実施した。具体的には各国の環境条件などを考慮した

測定・校正方法の開発を支援した。測定に関しては太
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陽電池セルおよびモジュール性能測定，校正方法に関

しては2次基準太陽電池校正方法に関する技術支援を

行った。現状での測定・校正能力形成に重要な要素技

術であるソーラシミュレータの分光放射照度測定技術

については，現地での測定を実施した。今年度はタイ

PTEC, KMUTT と中国科学院上海マイクロシステム

情報通信研究所（SIMIT: Shanghai Institute of 
Microsystem and Information Technology）で実施

した。通常は表面化しにくい試験装置や手順を含めて、

現地で実際の装置を目の前にして各試験機関の測定担

当者との議論・指導を行った。これらを通じて AIST
の新型太陽電池や高精度評価技術や、欧米等との国際

比較測定の経験を生かした性能評価技術のレベル合わ

せを行い、今後の協力を視野にいれた議論を行った。 

２．受入研修 

 太陽電池の出力測定規格を適用した測定・校正能力

の形成に向けて、設備の整った AIST に、要望に応じ

て試験・校正・認証機関の技術者を招へいし、測定・

校正ノウハウを習得のための実習を行った。今年度は

中国 SIMIT とタイ PTEC および KMUTT の技術者

を招聘した。両国ともに2名、約1ヶ月の受入研修を実

施し、中国は結晶 Si 太陽電池セル中心、タイは結晶

Si 太陽電池モジュール中心に、基準太陽電池セルの

使用方法、サンプルの外観確認や装置の調整から以下

のような実際の測定、データ解析と確認まで、必要な

手順全般を経験してもらうことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、1

環境、性能評価、信頼性評価、システム 

 

［研 究 題 目］無電力で発光する蓄光陶磁器の高輝度化

を目的とした釉薬塗布技術の高度化研究 

［研究代表者］赤井 智子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］赤井 智子、山下 勝、三原 敏行、 

本郷 俊明、赤尾 暢彦 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、より高い残光輝度を達成することを

目的として、ガラス層の光透過性を向上させると同時に、

蓄光顔料の分布を最適化できる釉薬塗布と焼成技術を開

発する。目標としては、標準タイプで現行製品の残光輝

度の1.5倍以上（450mcd/m2（20分後）、150mcd/m2（60

分後））、輝度を向上させるために特殊な形状に加工した

超高輝度タイプで現行製品の5倍以上（1500mcd/m2（20

分後）、500mcd/m2（60分後）の残光輝度を達成するこ

とを目的としてガラスフリットの設計、最適構造の設計

を担当する。 

 光線追跡シミュレーションソフトを使用して蓄光層を

現行品と同等の透過率、発光性能を有する均一モデルを

用いて櫛形構造の効果を検討した。その結果、板状品と

比較して発光する面積を半分としたにもかかわらず、輝

度は1.3倍と増大することが明らかになり、大きな増強

効果を有することが確認できた。ガラスフリットについ

ては、熱膨張係数が現行品と同等程度で屈折率が1.67近

傍のガラスを作製することができた。また、量産に適当

なプロセスを検討した結果、焼成後のメジウムの残留の

問題のない乾式焼成法が適当であること考えられ、予備

試験の結果、現行品と同等程度の性能は得られることが

明らかになった。また、現行のガラスフリットの反応性

を検討したところ、熱処理温度は720℃から790℃の間が

適当であること考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］蓄光、光シミュレーション、ガラス 

 

［研 究 題 目］高性能ディスプレイ用有機半導体の超臨

界下合成技術の開発 

［研究代表者］物部 浩達 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］物部 浩達、清水 洋（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、平成24年度戦略的基盤技術高度化支援事業

に係る再委託研究である。液晶ディスプレイは鮮明な画

像を提供するがバックライトにより大電力を消費し、超

大画面化には不向きである。近年注目を浴びているデジ

タルサイネージにおける大面積ディスプレイには電子ペ

ーパーが省電力の観点から有利である。これらの電子ペ

ーパーの駆動には半導体デバイスが必要であるが、薄膜

大面積の点で高性能有機半導体が必須である。これらの

問題を解決すべく、革新的技術である超臨界炭酸ガス下

での有機機能材料の化学合成の基盤技術を確立すること

で高純度な有機半導体材料を合成し、高性能な有機半導

体デバイスを作成できる高純度有機半導体材料の供給を

目指す。また、有機半導体デバイス作成時において超臨

界炭酸ガス処理を行うことで絶縁層との界面における有

機半導体の構造を制御することによる新しい半導体デバ

イスの高機能化手法についての技術確立を行う。 

 平成24年度は、特定の有機半導体材料に注視して超臨

界炭酸ガス処理を系統的に行い、これら有機半導体材料

を用いたデバイスを産総研において作成して電界効果ト

ランジスタ特性等の評価を行った。また、超臨界炭酸ガ

ス中での有機半導体層成膜に関する基礎的データの取得

を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機半導体、超臨界流体、有機トランジ

スタ 

 

［研 究 題 目］グリーンプラスチックの超臨界二酸化炭

素による連続発泡成形技術の開発 

［研究代表者］中山 敦好（健康工学研究部門） 
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［研究担当者］中山 敦好、川崎 典起、大嶋 真紀、

伊田 小百合（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 超臨界二酸化炭素を利用した押し出し発泡成形により、

セル径のそろった微細発泡ポリ乳酸を作成する技術の開

発を行う。実用化のためには、a) 発泡時の表面形状の

制御と b) 100℃以上の耐熱性の付与が必要であり、そ

のための添加剤配合系について検討する。本年度は、a) 

に関しては、9種のコポリマーや無機系化合物について

熱収縮の抑制効果についてホットプレス法にて調べたと

ころ、5種類の化合物にて効果を確認した。良好な形状

保持率を示す試料では結晶化度が低い傾向にあるが、候

補の添加剤中で結晶化度が上昇してもそれほど熱収縮が

進行しない系が望ましく、現在の結果からは乳酸/カプ

ロラクトン系のコポリマーでもっともよい結果が得られ

た。また、b) に関しては生分解性、リサイクル性、環

境安全性等を考慮すると、添加剤まで含めた樹脂全体の

中のポリ乳酸比率は可能な限り高いことが望ましいこと

から、結晶核剤としてポリ乳酸主体の高分子系核剤を検

討した。低コスト化のため、発泡させる PLLA そのも

のを原料に特別な設備を必要とせずに核剤化するプロセ

スを開発した。また、高分子核剤の利点を効果的に活用

するためには微妙な結晶化速度の制御が求められるため、

本年度はその制御について検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ポリ乳酸、発泡材料、超臨界二酸化炭素、

核剤、アロイ、生体材料 

 

［研 究 題 目］光力学診断とマイクロ流路を用いた小型

高速癌細胞診断装置の開発 

［研究代表者］永井 秀典（健康工学研究部門） 

［研究担当者］永井 秀典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 各癌種から得られた検体を光力学的診断によりスクリ

ーニングし、さらに、MEMS 回路により、癌細胞のみ

を特異的に抽出した試料について、マイクロ流路を用い

てそれらの細胞の遺伝子解析までを迅速かつ高感度に行

うための手法を開発する。 

研究計画： 

 癌関連の遺伝子解析については、膀胱癌であれば、染

色体9番、17番、FGFR3の変異・欠失を同定し、悪性度

や予後予測を行うことで可能である。さらに前立腺癌に

おける TMPRSS2-ERG や慢性骨髄性白血病における

BCR-ABL などの融合遺伝子の検出や、肺癌における

EGFR、大腸癌における KRAS の変異など既知の遺伝

子変異を、マイクロ PCR プレートを用いて高速検出す

ることを検討する。 

年度進捗状況： 

 マイクロ流路を用いた高速癌細胞診断装置のプロトタ

イプを開発し、FGFR3遺伝子変異や、慢性骨髄性白血

病における BCR-ABL などの融合遺伝子の検出、肺癌

における EGFR 遺伝子変異を高速検出することを検討

した。まず、FGFR3遺伝子変異については、マイクロ

流路による検討用に新たにリアルタイム PCR の系を作

製し、Y375C 点変異の高速な検出を試みたところ、従

来1時間程度を要していた PCR を7分まで短縮して検出

することが可能であった。また、癌関連の融合遺伝子で

ある BCR-ABL 遺伝子については、専用キットを用い

た場合、キット付属の DNA ポリメラーゼがマイクロ流

路に適しておらず、有効な検出には不十分であったが、

EGFR 遺伝子変異検出の系においては、専用キットの

組成に改良を加えることで、高速な遺伝子検出が可能で

あることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］PCR、マイクロ流路、遺伝子変異、膀

胱癌 

 

［研 究 題 目］新規ナノガラス量子ドットによる多層マ

イクロ流路基板を用いた POC 免疫学的

診断法の開発 

［研究代表者］村瀬 至生（健康工学研究部門） 

［研究担当者］村瀬 至生、安藤 昌儀、李 春亮、 

楊萍、澤井 俊博、王 石泉 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

臨床分野では迅速・小型・高感度かつ多項目の POC
診断機器が求められている。これに応えるため、本プロ

ジェクトでは、多層マイクロ流路基板を成型し、その流

路内で新規ナノガラス量子ドット（量子ドット分散ガラ

スカプセル）を蛍光試薬として用いて高感度蛍光エンザ

イムイムノアッセイ検査を行い、アレルギー5項目の同

時診断キットを開発し、蛍光読取装置と合せてシステム

構築する。産総研では、このうちのナノガラス量子ドッ

トの製作を担当し、高輝度で高耐光性のガラスカプセル

の表面に官能基を取り付ける。今年度は、最終年度（3

年目）である。 

 従来は、市販の ZnS コート CdSe 量子ドット（コア

シェル構造、CdSe/ZnS と略記）を用いて量子ドット分

散ガラスカプセルを作製してきた。本プロジェクトでは、

コアとシェルの構造などを最適化したものを安定に供給

するために、この量子ドットを自作した。さらに、それ

を用いたガラスカプセルの作製方法を開発した。このと

き、従来の作製法を参照しつつ、添加量や反応時間を変

えて、結果を吸収・蛍光スペクトルや透過電顕像により

評価した。 

 これらの条件出しを経て、最後に作製したガラスカプ

セルに COOH 基による表面修飾を行った。このとき

COOH 基を含むアルコキシド（カルボキシエチルシラ

ントリオールのナトリウム塩、CES）を用意し、通常
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のアルコキシドのネットワークに CES を取り込む手法

を開発した。 

 このようにして作製した表面修飾ガラスカプセルを共

同研究先に送付し、抗体を接着してマイクロ流路にセッ

トすることで、目標通り複数のアレルギー関連物質を高

感度で同時検出することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］量子ドット、ガラス、蛍光試薬、抗体、

マイクロ流路 

 

［研 究 題 目］金型成形プラスチックマイクロ流路チッ

プの加工精度向上による実用的なバイオ

アッセイシステムの開発 

［研究代表者］山添 泰宗（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山添 泰宗（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 細胞を用いた薬剤、食品添加物、環境ホルモンなどの

安全性や有効性の評価が広く普及すれば、動物を用いた

試験を減らすことができ、コスト面や倫理的観点から有

用であるが、煩雑な操作性、低い再現性、長い検査時間

などの問題がある。そこで、本研究では、これらの問題

を改善するため、加工精度を向上したマイクロ流路型チ

ップを利用して、培養、試験物質への暴露、及び、細胞

応答の検出までをシステム化し、迅速で簡便な全自動バ

イオアッセイ装置を開発することを目的としている。マ

イクロ流路型チップ上への細胞の接着挙動の制御に関し

ては、産総研の独自技術である細胞接着性を制御できる

アルブミンを原料として作製した架橋アルブミンフィル

ムを利用することを計画している。本年度は、アルブミ

ンフィルムと細胞膜アンカーリング試薬を利用すること

で、Jurkat や32D 細胞等の浮遊細胞を効率良く基板上

に固定化することに成功した。フィルム上に固定化した

浮遊細胞は、固定化状態を保ちつつ良好に生存し、増殖

することが分かった。また、アルブミンフィルム内のア

ルブミン分子の二次構造を CD（円偏光二色性）測定に

より解析を行い、フィルム形成に伴うアルブミン分子の

構造変化が軽微であることを突き止めた。更に、フィル

ムを100℃で1時間加熱した場合、高次構造の変化は全く

見られず、フィルム中のアルブミン分子は極めて安定な

状態を保持していることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］細胞アッセイ、全自動システム、アルブ

ミン、細胞接着性、マイクロ流路デバイ

ス、機能性フィルム、金型成形 

 

［研 究 題 目］消費生活用製品安全法特定製品の規制対

応状況検証調査 

［研究代表者］多田 充徳（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］多田 充徳、持丸 正明 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

市場に流通するハードプッシュ式ライター（点火ボタ

ンがかたいライター）とダブルアクション式ライター

（ロック解除ボタンと点火ボタンを有するライター）の

うち、後者を対象に機械特性試験を実施することで、ボ

タンの操作に要する力を明らかにする。また、シニアパ

ネル試験を実施することで、ロック解除力と点火力の変

化が点火の成否に与える影響を明らかにする。本年度の

調査では、市場に流通する11機種のダブルアクション式

ライターに対してロック解除力と点火力を計測した。点

火力については、ハードプッシュ式ライターに対する機

械特性試験方法を定めた JIS S4803:2010に準じた方法

で計測可能であった。一方、ロック解除力については、

小型の接触子を新たに導入する必要があった。また、ロ

ック解除力と点火力がそれぞれ4段階に変化する4機種の

模擬ライターを用いたシニアパネル試験を行うことで、

ロック解除力と点火力の変化が点火成功率に与える影響

を実験的に明らかにした。いずれのライターでもロック

解除力と点火力の双方が点火成功率に影響をあたえるが、

その傾向は、ライターの用途（たばこライターか多目的

ライター）、ロック解除ボタンのスライド方向（バーナ

ー方向かその反対）、そして性別（男性か女性）によっ

て異なることが分かった。また、手寸法と握力には有意

な性差があるが、たばこライターの場合には握力が、多

目的ライターの場合には手寸法と握力の双方が点火成功

率を変化させることが分かった。一方で、喫煙経験の有

無が点火成功率に与える影響はほとんど無かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、チャイルドレジス

タント、シニアフレンドリー、ライター 

 

②【文部科学省】 

・科学技術基礎調査等委託事業 

［研 究 題 目］活断層の補完調査 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、吾妻 崇、粟田 泰夫、 

廣内 大助（信州大学）、杉戸 信彦 

（名古屋大学）（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震調査研究推進本部が定めた基盤的調査

観測対象断層帯にのうち、これまでの調査結果に基づく

評価で将来活動確率が十分絞り込めなかった断層帯につ

いて補完調査を実施することを目的に、文部科学省から

の委託を受けて行われたものである。 

 平成24年度の調査対象断層帯は、十勝平野断層帯（光

地園断層帯）、高山・大原断層帯（猪之鼻断層帯）、長良

川上流断層帯、濃尾断層帯（三田洞断層帯）の4断層帯

である。各断層帯において、断層の位置・形状、活動度、



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(503) 

過去の活動履歴等を明らかにするための調査を実施し、

地震調査研究推進本部の活断層の長期評価に貢献する資

料が得られた。 

１）十勝平野断層帯（光地園断層帯）の調査 

 十勝平野断層帯のうちの光地園断層帯では、断層の

活動履歴を明らかにするため、広尾郡広尾町内に位置

する断層上の2地点（カシュウンナイ地点、野塚地

点）でトレンチ掘削調査と群列ボーリング調査を実施

した。調査の結果、カシュウンナイトレンチで確認さ

れた光地園断層の最新活動時期は、4万年－4万5千年

前以降、約12,200年前以前で、それ以降の活動は認め

られなかった。また、ボーリング調査による基盤岩

（中ノ川層群および豊似川層）の高度差は約5m であ

り、トレンチ内で確認される上下変位量約5m と変わ

らないことから、この地点では K-8層堆積以降にお

ける断層活動の累積性はなかったと考えられた。また、

野塚地点で確認された断層活動は、トレンチ内では1

回のみであり、上下変位量は約3m である。最新の断

層活動時期は約31,000年前以降、9,600年前以前であ

り、これ以降には断層活動がなかったことが確認され

た。 

２）高山・大原断層帯（猪之鼻断層帯）の調査 

 高山・大原断層帯のうちの最南部にあたる猪之鼻断

層帯では、断層帯の分布・形状を明らかにするための

地形地質調査を実施するとともに、断層帯の活動履歴

を明らかにすることを主な目的として、全域の地形地

質調査、および2地点でのトレンチ調査等を実施した。

地形地質調査の結果、断層に沿っては右横ずれを示す

河谷の系統的は横ずれ屈曲が確認された。また、基盤

岩の濃飛流紋岩中に新鮮な断層粘土を伴う断層露頭が

確認された。高山市高根町黍生および同市朝日町宮之

前におけるトレンチ調査の結果、トレンチ壁面では基

盤岩の上面に厚い火山灰質の堆積物が分布し、それら

は少なくともトレンチの範囲では断層変位を受けてい

ないことが確認された。 

３）長良川上流断層帯の調査 

 長良川上流断層帯では、断層帯の活動性、変位量分

布パターン、および活動履歴を解明する目的で、2m
グリッド DEM を用いた地形調査、3地点でのトレン

チ、および1地点でのボーリング調査を実施した。地

形調査の結果、長さ約34km の断層帯のうち、顕著な

変動地形を伴うのは主部をなす二日町断層－八幡断層

であり、とくに八幡断層の中央部では系統的な谷の左

屈曲が認められた。しかし、上下変位については、西

上がりの山地の高度差は明瞭であるが、断層微地形と

しては逆向きの低断層崖のみが認められた。トレンチ

調査は八幡断層中－北部の3地点で実施し、このうち

断層中央付近の谷多和地点では、尾根上の断層凹地に

厚く堆積した黒色土壌中に断層の最新活動（約4.0-

4.9ka）を確認するともに、崩積性堆積物の存在から

1つ前の活動（約7.5ka）の可能性も見出せた。また、

このトレンチでは、断層の左横ずれと西側が相対的に

低下する変位が見られた。北部の越佐地点では、逆向

き低崖にせき止められた約1－2万年前の扇状地堆積物

が確認でき、ボーリング調査の結果を合わせて、同堆

積物が断層変位を受けている可能性があることが確認

できた。なお、那留断層および大野断層から構成され

る断層帯東部では、中・高位段丘面に低断層崖が推定

されるが、約1－2万年前の低位段丘面には変位が認め

られなかった。 

４）濃尾断層帯（三田洞断層帯）の調査 

 濃尾断層帯のうちの最南部にあたる三田洞断層帯で

は、断層帯の分布・形状を明らかにするための地形地

質調査を実施するとともに、断層帯の活動履歴を明ら

かにすることを主な目的として、全域の地形地質調査、

および2地点でのトレンチ、ボーリング調査等を実施

した。地形地質調査の結果、断層沿いの岐阜市佐野地

区において、扇状地面上に比高1m 程度の低断層崖と

見られる直線的な崖地形が確認された。同地区におけ

るトレンチ調査では、トレンチ壁面には砂礫層とシル

ト層が分布し、それらは少なくともトレンチの範囲で

は断層変位を受けていないことが確認された。また岐

阜市粟野西地区のトレンチでは、斜面直下に水平な砂

およびシルト層が分布しているのが観察され、その近

傍に断層が存在することが示唆された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、活動性、位置、地震調査研究推

進本部、補完調査 

 

［研 究 題 目］沿岸海域における活断層調査 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］阿部 信太郎、池原 研、西田 尚央、

杉山 雄一、岡村 行信、内田 康人 

（北海道立総合研究機構）、坂本 泉 

（東海大学）、山本 博文（福井大学） 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 地震調査研究推進本部政策委員会調査観測計画部会が

平成21年4月に策定した「新たな活断層調査について」

のなかで、「陸域部の活動履歴は求められているが海域

部の長さが明らかになっていない活断層」とされている

サロベツ断層帯（海域部）、布引山地東縁断層帯東部

（海域部）、柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯／北部（海域部分）

について、海域部の活断層の正確な位置や形状を明らか

にするため、海上音波探査、海底堆積物採取等を実施し

た。  

１）サロベツ断層帯（海域部） 

 サロベツ断層帯の北方延長部の位置形状を明らかに

し、また活動履歴を明らかにするため、ブーマーを音
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源とするマルチチャンネル音波探査と採泥調査を実施

した。その結果、同断層帯は納沙布岬の北西約30km
まで連続することが明らかになったが、さらに北方ま

で連続するため、北端は確認できなかった。断層長は

53km 以上と推定される。また、断層の平均変位速度

は0.7～0.8m/千年で、最終氷期以降約5回、1万年前

以降2回の活動があり、3,000～5,000年間隔で断層活

動があったことを明らかにした。 

２）布引山地東縁断層帯東部（海域部） 

 布引山地東縁断層帯東部の海域部の位置形状を明ら

かにするため、SES2000を用いた高分解能音波探査と

ピストンコアを用いた採泥調査を実施した。その結果、

津沖には長さ約10km の活断層が存在すること、その

断層は過去約1万年間に2回活動し、その間隔は3,000

～4,000年程度であることが明らかになった。1回の断

層変位量は1m 以下なので、同断層帯の一部が破壊し

たマグニチュード7程度の地震が発生した可能性が高

いと推定した。また、白子－野間断層は西側がやや短

くなっていることと、鈴鹿沖断層は布引山地東縁断層

帯東部には連続しないことを推定した。 

３）柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部／北部（海域部） 

 断層帯の北端を確認するためブーマーを音源とする

マルチチャンネル音波探査と採泥調査を実施した。そ

の結果、本断層帯は越前堆列のマツダシ東方まで延び、

断層帯の北端は従来の鮎川断層群の北端よりも30km
ほど北になることが明らかになった。また、断層帯の

最新活動時期とその時の隆起量を確認するため、越前

海岸の離水海食地形の計測、ヤッコカンザシ等の汀線

指標生物の炭素同位体年代測定、及び遺跡調査を行っ

た。その結果、ローカルリザーバー効果を－50年と仮

定した場合、本断層帯の最新活動時期は16世紀後半か

ら17世紀と推定された。また、その時の越前海岸の隆

起量は3～7m と求められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地震調査研究推進本部、長期評価、沿岸

海域活断層、サロベツ断層帯、布引山地

東縁断層帯、柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯、活

動履歴、音波探査、バイブロコア、ピス

トンコア、離水海食地形、ヤッコカンザ

シ 

 

・科学技術試験研究委託事業 

［研 究 題 目］時間分解 X 線回折分光による相変化記

録膜材料のフェムト秒格子ダイナミクス 

［研究代表者］フォンス ポール 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］フォンス ポール、 

コロボフ アレクサンダー、 

ミトロファノフ キリル、長谷 宗谷、

寺島 諒（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

次世代の超高速光スイッチや、省エネルギー型相変化

メ モ リ （ Phase change random access memory; 
PCRAM）の開発が可能になると期待されている、

GeTe や GST225などの相変化記録膜材料は、原子レベ

ルでの超高速の相変化過程のメカニズム解明がその鍵と

なる一方で、現行のレーザー分光技術（近赤外域で発振

するフェムト秒パルスレーザー光源を用いた通常の光ポ

ンプ＆プローブ分光法）では構造変化に伴う原子変位の

直接動的観測が困難となっており、技術的ボトルネック

となっていた。さらにグラフェンやカーボンナノチュー

ブなどの様々な先端材料における原子レベルでの構造変

化の時間分解イメージングが可能になると、今まで未解

明の先端材料における相変化過程の起源に迫ることが可

能となり、新しい構造変化過程を利用した超高速かつ省

エネルギー型のスイッチやメモリの材料開発に大きな知

見を与えることとなる。本研究では、XFEL の超短パ

ルスを用いた究極の光パルス励起−X 線プローブ時間分

解分光法による固体における相変化のシングルショット

イメージング分光に関する先導的研究を行い、先に述べ

た高速相変化メカニズムの解明を達成し、超高速光スイ

ッチや、省エネルギー型相変化メモリの実現を目指すこ

とを目的としている。 
X 線自由電子レーザーにおいて、マルチ・リードアウ

トポート CCD 検出器（MPCCD）を用いて、500fs ス

テップで GST225エピタキシャル薄膜試料を測定する。

実験配置は、反射型あるいは透過型を採用し、試料ホル

ダーを回転させることにより、(hkl)=(111)および(222)

面からの Bragg 反射を用いる。今年度は GST225エピ

タキシャル薄膜からの回折イメージの取得と、回折強度

の時間変化から構造変化過程に関する知見を得ることを

目標とする。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］フェムト秒、相変化記録膜材料、コヒー

レントフォノン、時間分解 X 線回折法 

 

［研 究 題 目］微細構造解析プラットフォーム実施機関 

［研究代表者］大久保 雅隆 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、浮邊 雅宏、鈴木 良一、

大島 永康、木野村 敦、大平 俊行、

小池 正記、志岐 成友、松林 信行、

古部 昭広、松崎 弘幸、中村 健、 

井藤 浩志、後藤 義人、林 繁信、 

全 伸幸、高橋 勝利（常勤職員17名） 

［研 究 内 容］ 

 本委託事業は、ナノテクノロジーに関わる最先端の研

究設備とその活用のノウハウを有する機関が、緊密に連

携して全国的なナノテクノロジーの研究基盤（プラット

フォーム）を構築することにより、産学官の多様な利用
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者による共同利用を促進し、個々の利用者に対して問題

解決への最短アプローチを提供するとともに、産学官連

携や異分野融合を推進することを目的としている。本事

業の具体的目標を以下に列挙する。1) 微細構造解析プ

ラットフォーム全体の共用支援システム基盤を構築し、

速やかに共用支援業務を開始する。2) 以下の6装置

（群）にて研究支援を実施する：①陽電子プローブマイ

クロアナライザー装置（周辺設備含）（PPMA）②超伝

導蛍光収量Ｘ線吸収微細構造分析装置（周辺設備含）

（S-XAFS）③可視－近赤外過渡吸収分光装置（4台、

周辺設備含）（VITA）④リアル表面プローブ顕微鏡装置

（3台、周辺設備含）（RSPM）⑤固体 NMR 装置（3台、

周辺設備含）（SNMR）⑥イオン価数弁別質量分析装置

（周辺設備含）（CDMS）。3)支援実績として、①課題

件数：45件以上（9ヶ月）②利用料収入：3,000千円以上

（9ヶ月）③外部共用率：30%以上（装置毎に異なる）

④外部共用のうち民間企業の占める割合（以下、民間使

用率）：10%以上（装置毎に異なる）⑤講習会開催 利

用講習会（スクール）を1回、地域公開セミナーを2回

（次年度以降2回）を達成する。 

 代表機関、他の実施機関と調整により、プラットフォ

ーム内で利用形態定義と料金体系を共通化し、つくばイ

ノベーションアリーナ連絡会議への参加により既存共用

設備運用組織との連携を強化、7名の技術支援者を雇用

し担当研究者とともに所内外の計測分析ニーズに対応し

た。公開機器の情報をホームページに掲載し、インター

ネット上での支援申込受付を可能とし、実際の支援体制

及びその利用に必要な手続きを整備した。支援成果は、

課題件数が、45/10件（公開/非公開）、課金収入は、

8,513,895/1,402,821（公開/非公開）であった。 

 市販装置ではないオリジナル計測分析機器や解析技術

により、外部ニーズに対応することは、社会貢献のみな

らず、支援者と研究者のスキルアップに繋がるとともに、

将来の研究計画策定の情報源として重要であることが明

らかになった。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］ナノテクノロジー、機器公開、研究支援、

先端計測機器、産学官連携 

 
［研 究 題 目］ナノプロセシング・パートナリング・プ

ログラム（NPPP） 
［研究代表者］秋永 広幸（ナノデバイスセンター） 
［研究担当者］秋永 広幸、秦 信宏、和田 恭雄、 

落合 幸徳、島本 直伸、島 久、 
浅沼 周太郎、三沢 源人、宮田 直之、

増田 賢一、松野 堅吉、佐藤 平道、

飯竹 昌則、羽山 和美、山崎 将嗣、

真屋 博幸、唐澤 しのぶ、高村 雅美、

中島 忠行（ナノデバイスセンター）

（常勤職員5名、他14名） 

［研 究 内 容］  
目的： 
 独立行政法人産業技術総合研究所のもつ基盤技術から

先端技術までの多様で幅広い研究開発資源を組織内部で

機動的に連携させ、「技術支援による産業界及び学界へ

の貢献」、「イノベーションを担う人材の育成」という社

会ニーズに応えるためのアクションプランとして、有限

の資源で成果を最大化し、研究分野の融合、産学官の広

範囲な研究者・研究機関のネットワーキング、事業内外

における人材育成を推進するプラットフォームの実現を

当委託業務の目的とする。より具体的には、 
① 利用相談・技術相談：設備利用の相談と、研究開発

上のボトルネック抽出、プロセス設計などのコンサル

ティング 
② 機器利用：当該施設の機器を利用する機会の提供 
③ 技術支援：産総研の最先端技術を用いた研究成果創

出の支援 
④ 成果創出支援：得られた成果を、学術論文、特許実

施例などに活用するための支援 
⑤ 実地訓練：装置利用に際して必要な要素技術のガイ

ダンス 
⑥ 人材育成：超微細加工・分析・評価技術等を習得す

るスクールを開催 
⑦ 情報発信：当該分野における最新情報、ノウハウな

どを発信 
⑧ ネットワーキング：利用者の利便を高め、関連施設

との連携を図る 
からなるサービスの提供を行う。  
年度進捗状況： 
① 利用相談・技術相談サービス： 
 施設・装置を適切に利用するためのガイダンスはも

ちろんのこと、支援依頼元の研究開発上のボトルネッ

クを明確化し、それに対するプロセス設計などのコン

サルティングを、産総研の経験豊富な専門家が実施し

た。尚、利用手続きについての問い合わせは利用相談

件数に計上し、利用報告書に記載すべき技術内容が豊

富な相談のみを技術相談の件数として計上した。技術

相談の件数は15件であり、その内訳は産：8件、学：4

件、公：3件であった。さらに、研究支援効率を上げ

るために必要とあれば、微細加工プラットフォームコ

ーディネータを介して、ナノテクノロジープラットフ

ォーム参画他機関等への紹介などもこのサービスの一

環として行った。 
② 機器利用サービス： 
 平成24年度の機器利用支援件数は85件、当該施設の

ナノテクノロジープラットフォーム登録装置を利用す

る機会を提供した。そのために必要な要素技術習得ト

レーニング、利用機器の日常的メンテナンス、ユーザ

ーからの機器利用に関する質問対応などもあわせて実

施した。得られた研究成果はユーザーあるいはユーザ
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ーの派遣元が100%保有することになるが、規程で定

める利用報告書をご提出いただいた。③ 技術支援サ

ービス：条件付技術代行支援と条件付共同研究型支援

サービス 
 機器利用ユーザーとのバランスを考慮しつつ、42件

の技術代行および12件の共同研究サービスを行った。

尚、技術支援員が支援依頼元の要望に沿った試作、分

析を行う場合には、産総研独自の技術ノウハウを必要

とする場合に限ってその依頼を引き受けた。また、産

総研の知的財産、研究開発資源を一つの支援に対して

50%を超える寄与度で投入しなければならない場合に

は、共同研究による研究支援とする方針をとった。こ

れらの支援に対しても、規程で定める利用報告書をご

提出いただいた。 
④ 成果創出支援サービス： 
 得られた成果を、学術論文、特許実施例作成、ある

いはベンチャー設立に向けた準備などに活用するため

の支援を行った。①のサービスとあわせ、当事業が民

間の有料サービスと最も大きく差別化される項目であ

る。今年度は、58件の学術講演会等での口頭発表（内

22件が海外での発表）、10件の学術論文等での誌上発

表、および、2件の特許出願が行われている。また、

産総研研究関連部門、知的財産部門、ベンチャー支援

室などの専門家と協力し、必要に応じて支援案件に対

応した。 
⑤ 実地訓練サービス： 
 昨年度までと同様に、装置の使い方や注意事項、装

置予約の仕方を伝えるために、ユーザーが新たに装置

を使い始める際には、個々の装置について必ず操作方

法のガイダンス（実地訓練）を行った。今年度は409

件の実地訓練を行った。また、不連続に期間をあけて

装置を利用するユーザーに対しては、初回だけでなく

そのつど技術支援員による手厚いガイダンスを実施し

た。このようなサービスを行う目的は、装置利用の効

率化、装置故障率の低減、安全性の向上を図ることに

ある。本サービスの充実により、今年度も多数のユー

ザーが積極的に施設を活用できる環境を提供すること

ができた。 
⑥ 人材育成サービス： 
 「微細加工プラットフォーム」参画機関である東京

工業大学と合同で、“超微細加工人材育成スク－ル”

を企画・開催した。このスク－ルは講義と実習からな

り、10月4日に産総研つくばセンタ－で6つの講義をま

とめて行った後、集束イオンビーム加工観察（FIB）、

走査プローブ顕微鏡（SPM）、エネルギー分散型蛍光

Ｘ線分析装置による元素分析及び薄膜分析（XRF）、
プラズマ技術（ドライエッチング）、X 線回折装置

（XRD）、走査型電子顕微鏡（SEM）の計7件の実習

を産総研で実施した。また、以前から実施し好評であ

る電子ビ－ム描画装置の実習は、本年度も産総研と東

京工業大学の両機関で実習を行った。このように、要

素技術の習得を目指したスク－ルを多彩な人材に対し

て開催することができた。さらに、分析・評価技術に

特化した人材育成サービスとしては、分析評価スクー

ルを企画・開催した。分析評価スクールは講義と実習

からなり、1月23日に産総研つくばセンターで6つの講

義をまとめて行った後、ラマン分光フーリエ変換赤外

分光、エネルギー分散型 X 線分析、走査型プローブ

顕微鏡、二次イオン質量分析の計4件の実習を産総研

で実施した。本年度に実施したこれらのスクールの総

参加者数は102名（内実習の参加者が35名）であり、

内訳を見てみると、産：65名、学：4名、公：33名で

あった。 
⑦ 情報発信サービス： 
 当該分野における最新情報、当事業で開発され公開

可能なノウハウなどを、産総研外部研究者に向けてニ

ュースとして発信した。より具体的には、産総研ナノ

プロセシング施設（NPF）発行の電子メール配信方

式のニュースであり、平成17年度から開始したサービ

スである。また、当事業のホームページに関しては、

ユーザーからの要望を受け、共用研究施設に設置され

ている装置でどのようなことができるのかがより直感

的に感じられるよう、各装置で実施された研究支援例

を表示するなど日々改善に務めた。 
⑧ ネットワーキングサービス： 
 産総研外部研究者の利便性を高め、安全に上記研究

支援活動を行うために、装置予約、利用時間管理、ユ

ーザーによる支援進捗状況の確認などを、インターネ

ットを介して実現するネットワーク環境を管理し、年

間を通じてこのサービスの提供を行った。国際交流の

機会が少ないことが課題である技術支援者に対し、海

外の著名なオープンイノベーション型の技術支援サー

ビス拠点（フランス MINATEC 及びベルギーimec）
の現地視察を行った。基礎研究から量産に結び付ける

現場支援の実態を学びとることで、海外拠点との国際

競争というグローバルな視点で自己のスキルを見直し、

自己改革へつなげる契機とした。また事前に産総研で

渡航前集合研修を行うことで技術支援者間の横連携を

強化した。また集合研修を行い、自らのスキルによる

支援で得た信用や対価が事業の運用に活かされている

ことを確認する場とした。また、技術支援者間の連携

を深めることにより高められるサービス形態について

意見交換を行った。また、さらに重要なこととして、

このサービスにおいては、支援内容がプレコンペティ

ティブ段階にある場合に、上記①、④をベースに、積

極的に外部ユーザー同士の連携や研究分野の融合によ

るネットワーキングの推進に努めた。 
⑨ 先端共用施設の整備と管理： 

 先端共用施設を効率的に稼動させるためには、消耗

品の欠品を防止し日常点検および定期点検で装置の故
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障を事前に察知し対応することが肝要である。共通消

耗品の管理に加えて専任担当者による NPF の日常点

検・監視を行い、さらに、装置予約・使用状況の管理

も年間を通して実施した。また、酸素濃度計など各種

モニターによる作業環境の監視サービスに加え、クリ

ーンルーム内に設置したカメラ6台により、ドラフト

等危険な作業での事故を防止できるよう務めた。また、

利用初期のユーザーに対して、装置の原理や操作手順

などが記載された装置マニュアルを以前から提供して

いるが、この装置マニュアルがより実践的で実用的な

ものとなるよう、⑤に示した実地訓練サービス時等に

受ける頻度の高い質問やトラブルシューティングを装

置マニュアルに取り入れるなどして随時改訂を推進し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］極微細加工、ナノ造形、リソグラフィー 
 

［研 究 題 目］重度先天性骨代謝疾患に対する遺伝子改

変間葉系幹細胞移植治療法の開発 

［研究代表者］弓場 俊輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、小田 泰昭 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 低フォスファターゼ症は、組織非特異型アルカリフォ

スファターゼ（TNSALP）の遺伝子変異による重度先

天性骨代謝疾患で、このうち、最も重症である周産期型

に対して骨髄移植併用同種（他家）間葉系幹細胞

（Mesenchymal Stem Cell ; MSC）移植による治療技

術の確立を目指している。これまで「ヒト幹細胞を用い

た臨床研究に関する指針」に従った「ヒト幹細胞臨床研

究」として、島根大学医学部附属病院と共同で本疾患患

者に対する他家間葉系幹細胞 MSC 移植を行ってきたが、

同疾患モデルマウスを用いた動物実験において、臨床研

究で得られた有効性を検証しようとした。患者と同様の

遺伝子変異を人工的に導入した TNSALP KO マウスの

ヘテロ接合体の個体同士を交配したが、疾患モデルとな

るホモ接合体の殆どが出生直後に死亡し、同疾患モデル

への細胞移植実験は断念した。そこで、血清 ALP 値が

野生型の半分程度であるヘテロ接合体マウスに対して、

ヒト臨床研究に倣い、マウス骨髄と共にマウス MSC を

移植したが、レシピエントマウスの血清 ALP 値の上昇

は認められなかった。また、患者 MSC から疾患 iPS 細

胞を樹立、病態解明・治療法開発の研究用試料として、

低フォスファターゼ症 iPS 細胞を2株、理化学研究所の

疾患 iPS 細胞バンクへ同細胞を寄託した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］再生医療、間葉系幹細胞、骨代謝疾患 

 

・原子力基礎基盤研究委託事業 

［研 究 題 目］白色中性子を用いた中性子線量計の革新

的校正法に関する研究 

［研究代表者］原野 英樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］原野 英樹、松本 哲郎、増田 明彦、

海野 泰裕（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 原子炉施設や核燃料施設の他、多くの工業分野で中性

子を利用する現場で用いられている中性子線量計は、中

性子環境下で作業する人や放射線施設周辺住民、周辺環

境の安全性を担保するために重要な役割を果たしている。

しかしながら、中性子線量計の感度曲線は、通常 ICRP
が定める理想的な線量曲線を再現していることが少ない。

したがって、固有の中性子スペクトルをもつ作業環境場

において、中性子線量計の表示値は、従来の校正法では、

現実の線量との間に大きな差異が生じる場合がある。そ

こで、本研究では、熱外中性子から20MeV までの領域

のパルス白色中性子を利用し、中性子飛行時間と線量計

等測定器からの出力の2次元測定を行い、広いエネルギ

ー領域の測定器の感度を実験的に一度に求める方法を提

案した。研究は、(1)白色中性子源を用いた中性子線量

計の校正法に関する研究、(2)静電加速器を利用したパ

ルス白色中性子源の開発、(3)準単色高エネルギー中性

子場における低エネルギー成分の解明の3つに分類して

行った。本研究では、平成21年度からの3か年計画で実

施され、地震の影響により平成24年度は(1)及び(2)につ

いて最終年度の平成23年度の計画を1年延長して実施し

た。また、本研究の一部は京都大学、高エネルギー加速

器研究機構、放射線医学総合研究所に再委託された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］中性子校正、パルス白色中性子、中性子

線量計 

 

［大 項 目 名］白色中性子を用いた中性子線量計の革

新的校正法に関する研究 

［中 項 目 名］白色中性子源を用いた中性子飛行時間

と測定器出力の2次元測定による校正方

法に関する研究 

［研究代表者］原野 英樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］原野 英樹、松本 哲郎、増田 明彦、

海野 泰裕（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究項目では、熱外中性子～20MeV までのパルス

白色中性子を発生させ、中性子線量計の応答曲線を実験

的に得る。そして、核燃料施設において、校正した中性

子線量計を用いて作業環境場で中性子線量評価を行うこ

とを目的とする。熱外から10keV までのエネルギー領

域については、京都大学電子ライナックによる光核反応

中性子源を用いた。10keV 以上については、産総研に

おいて厚いターゲットを用いた7Li（d,n）反応及び7Li
（p,n）反応によって生成される。中性子スペクトラル

フルエンスは、実験とシミュレーションによって求めら
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れた。本研究の校正の不確かさについて、測定、核デー

タ、空気散乱の効果などに対する不確かさから評価され

た。2種類の中性子線量計についてパルス白色中性子場

を利用した校正を行い、応答曲線を得ることができた。

応答曲線がわかった中性子線量計を用いることによって、

日本原燃株式会社の核燃料を取り扱う作業環境場におい

て、今回新たに提案した校正方法で中性子線量評価が正

確になされることを実証した。 

 今後も、測定を繰り返すことにより、本校正法の精度

向上を目指す。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］パルス白色中性子、中性子線量計、作業

環境場 

 
［大 項 目 名］白色中性子を用いた中性子線量計の革

新的校正法に関する研究 

［中 項 目 名］静電加速器を利用したパルス白色中性

子源の開発 

［研究代表者］松本 哲郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］原野 英樹、松本 哲郎、増田 明彦、

海野 泰裕（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究項目では、産総研4MV ペレトロン加速器を用

いてパルス白色中性子を生成させることを目的とした。

ペレトロン加速器に、スウィープ、ポップ、バンチャー

によって構成されるパルス化装置を搭載し、パルスイオ

ンビームを安定的に生成することに成功した。パルスイ

オンビームは中性子照射室に導かれ、核反応によりパル

ス中性子を生成することが可能である。中性子生成ター

ゲットにパルスイオンビームが到達したタイミング信号

は、ビームチューブ内に取り付けられたキャパシティブ

ピックオフにより取り出される。D（d,n）反応により

5MeV のパルス単色中性子を生成することにより、2ns
以下のパルス幅が達成できていることが確認できた。ま

た、繰り返し周波数としては、0.5MHz～4MHz が可能

であり、現状では陽子と重陽子に対してパルス化が可能

である。7Li（d,n）反応でパルス白色中性子を生成し、

液体シンチレータを用いた中性子飛行時間法による中性

子スペクトルが測定でき、校正に利用できるパルス白色

中性子源であることが確かめられた。このことにより、

本研究項目の最終目標は達成された。しかしながら、今

後もパルス性能の向上のため、装置の改良を続けていく

予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］加速器、パルス化装置、白色中性子源 

 

［研 究 題 目］電気化学的吸着脱離によるコンパクトで

再利用可能なセシウム分離回収システム 

［研究代表者］田中 寿（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］田中 寿、川本 徹、浅井 幸、 

福島 千賀子、陳 栄志 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は Cs の吸着材料としてよく知られているヘキサ

シアノ鉄酸金属錯体塩（MHCF）を新たにナノ粒子イ

ンク化することで加工性を高め、ユーザビリティに優れ

た材料としての応用を進めている。このインク化

MHCF を用いて、選択的 Cs 分離回収を電気的にかつ

繰り返しおこなうことのできるシステムの構築を目指し

ているが、その特長は従来の電析による MHCF の膜形

成に比べて、容易に多孔質かつより厚膜を電極上に作る

ことができ、金属イオンの電気的吸着／脱離をおこなう

目的に適している点にある。我々はこの吸着電極を用い

て、吸着液からセシウムを回収し、脱離液側にセシウム

を移動させることに成功した。この方法はシステム自体

が単純であるため小型化が可能で、かつ電気的に制御す

ることで、操作手段・スペースなどに制限の多い使用済

み核燃料処理に利用可能となることが期待される。この

特性を活かして大量の廃液を処理するためのシステム開

発を試み、電気化学的にセシウムの吸着脱離を制御でき

る吸着電極と送液のシステムをひとつのカラムに組み込

んだ装置を試作した。今後はこの装置のセシウム回収性

能評価をおこない、更に耐放射線性能評価や共存イオン

の影響を明らかにする。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セシウム回収、使用済み核燃料処分、電

気化学的吸着脱離、ヘキサシアノ鉄酸金

属錯体 

 

［研 究 題 目］光ネットワーク超低エネルギー化技術拠

点 

［研究代表者］野間口 有（理事長） 
［研究担当者］石川 浩、並木 周、工藤 知宏、 

河島 整（常勤職員33名、他19名） 

［研 究 内 容］ 
 映像情報を中心としてネットワークトラフィックが増

大しており、対応してネットワーク機器の消費電力が急

激に増大している。ネットワークを活用した効率的な社

会インフラを構築するには、低消費エネルギーで大量の

情報を処理することのできる新しいネットワーク技術が

必要となる。この新しいネットワーク技術として、光ス

イッチを用いた回線交換型の光パスネットワーク技術を

開発する拠点を協働企業10社とともに形成している。映

像情報のような大きな情報を、光スイッチによる光パス

ネットワークで扱うことで従来の IP ネットワークに比

べて大幅な消費電力の低減が可能となる。この拠点では、

デバイス、システム化技術からアプリケーションとのイ

ンターフェースまでをカバーする垂直融合の技術開発を

進めている。具体的には企業と連携して、以下の四つの

技術開発を行っている。第一はネットワークアプリケー
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ションインターフェース技術で、ネットワーク資源とス

トレージ資源を統合管理するソフトウエアの開発を進め

た。第二はダイナミックノード技術で、多粒度情報に対

応できる光ノードを目指して、要素技術として、ODU
スイッチ、ダイナミック ROADM、ならびに波長可変

レーザの開発を進めた。第三はパスコンディショニング

技術で、伝送路の分散と波形劣化の評価技術の開発、パ

ラメトリック分散補償装置のプロトタイプ化を行った。

第四は光パスネットワークすなわち光パスを切り替える

光スイッチで、シリコン細線導波路型の干渉計構造によ

る光スイッチの多ポート化に関する技術開発を進めた。

また、波長選択性スイッチについても設計と試作を進め

た。以上に加えて、将来のネットワークのアーキテクチ

ャについて検討を行い、光パスネットワークの消費エネ

ルギーが現状技術より数桁小さくできることを見積もっ

た。H26年に行う光パスネットワークの実証デモ実験の

本格的な準備に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光パス、省エネルギー、ネットワーク、

シリコンフォトニクス、光スイッチ、可

変分散補償 

 

［研 究 題 目］国際共同研究の推進 アジア GEO Grid 
イニシアチブ 

［研究代表者］田中 良夫（情報技術研究部門） 

［研究担当者］田中 良夫、小島 功、中村 良介、 

山本 浩万、前田 高尚、村山 昌平、 

石戸谷 重之、幕田 裕貴、 

宇佐美 哲之、矢田部 裕美 

（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 アジア地域においては、地球環境保全や災害予防など

の地球環境科学に対するニーズが高い。しかし、現在炭

素排出・吸収源などの局所規模地上観測データは、地理

的に散在し、観測実施者ごとに非統一的に処理されてい

る。そのためこれらのデータを広域、全球を網羅する面

的分布データにして衛星観測データやモデルとのスケー

ルのギャップを埋めるためには、地上観測データや衛星

データを標準的プロトコルに基づき統合利用する技術の

開発が必要である。本研究においては、グリッド技術を

用いてアジア諸国が保有するデータベースを共有する情

報処理基盤を確立する。複数の環境観測的研究分野と情

報技術研究分野の融合により、アジア地域における長期

持続的かつ分野・地域横断的な環境観測情報の集約・統

合・利用の推進と、地理情報システムに関する国際標準

に貢献することを目指す。 

 本研究は平成22年度から24年度までの計画であり、最

終年度にあたる平成24年度は、①地球観測データの統合

検索システムの研究開発、②CO2排出量観測などを行う

地上フラックス観測のモデルケース構築、について研究

開発を進めた。①においては、富士北麓スーパーサイト

（様々な項目の観測が可能であり、1つの研究機関だけ

でなく、国内外の複数の研究機関・大学などが共同して

観測に参加できる施設）および台湾の Chi-Lan 
Mountain 観測サイトのフラックス観測データと、

GOSAT（温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」）によ

る衛星データを取り込み、合計で3つ以上の国と地域に

より提供される、総数5つの地上センサデータベースと、

3つの衛星データベースを、地理空間情報システムの国

際標準化団体 Open Geospatial Consortium（OGC）の

標準プロトコルにより統合検索、利用可能とするアジア

GEO Grid 基盤を構築した。本研究の成果を標準仕様の

ユースケースとして OGC の技術委員会で報告し、標準

化に対してフィードバックすることとなった。また、ア

ジア GEO Grid 基盤にカメラの画像も取り込み、観測

時の天候を確認する機能を組み込んだ。②においては、

岐阜高山スーパーサイト、タイの MaeKlong および

Sakaerat の2スーパーサイトにおいて、現地タワーに装

備された多数のセンサによる観測データをオンラインで

自動収集・送信するシステムの構築、運用を継続した。 

 3つの衛星データと5つのセンサデータの比較により植

生指数 EVI（Enhanced Vegetation Index）と植生の総

一次生産量 GPP（Gross Primary Production）の関係

を見るシステムを構築した。3つの国と地域により提供

される、5か所における二酸化炭素フラックス観測デー

タを含む5つの地上センサデータベースと、3つの衛星デ

ータベースに加え、カメラ画像の統合検索、利用を可能

とするアジア GEO Grid 基盤を構築して予備評価を行

ない、当初目標を超える成果を達成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］グリッド、GEO Grid、フラックス、地

球環境 

 

［研 究 題 目］細胞性粘菌リソースの整備と提供（細胞

性粘菌標準株および変異株の収集、保存

と提供） 

［研究代表者］上田 太郎 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃、範 翠晶 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 基礎と応用のさまざまな分野でモデル生物として利用

されている細胞性粘菌について、第2期では、代表種

Dictyostelium discoideum の非重複 cDNA を再整列し

た遺伝子セットを整備するとともに、国内に散在してい

た系統株と野生株、変異株のリサーチリソースを収集・

保存・提供するための基本体制を確立した。しかしなが

ら、東日本大震災により株リソースの大半が失われ、い

まだ復旧半ばである。また、いくつかの株は寄託元から

も失われてしまい、保存体制が万全でないことの厳しい
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教訓となった。そのため、第3期においては、できるだ

け早期に株の復旧を完了するとともに、災害に強い保存

とバックアップの体制を確立して安定した提供を可能に

することが最重要課題として取り組んでいる。このうち

本年度の主な実績は以下の通りである。 

① 震災で失われた細胞性粘菌標準株および変異株の再

収集と保存 

 外部寄託元からの再寄託に関して、寄託元に株が残

っているものについては作業を完了した。寄託元に株

が残っていないもののうち、過剰発現株については、

今後、プラスミドの寄託を促していきたい。 

② 震災で失われた細胞性粘菌遺伝子破壊株のうち、再

収集できないものの再作製と保存 

 震災で失われた株のうち、寄託元が産業技術総合研

究所であった31株は、再寄託を受けることはできない。

このうち19株は遺伝子破壊株であり、再作製が必要で

ある。平成24年度はこれらの再作製作業に鋭意取り組

んだが、作業はやや難航し、19株全ての再作製と再保

存を完了することはできなかった。残り11株の再作製

と保存作業は平成25年度に持ち越しとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞性粘菌、リソース 

 

③【環境省】 

・地球温暖化対策技術開発事業 

［研 究 題 目］温泉共生型地熱貯留層管理システム実証

研究 

［研究代表者］安川 香澄（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］安川 香澄、阪口 圭一、當舎 利行、

佐々木 宗建、柳澤 教雄、内田 利弘、

上田 匠、高倉 伸一、杉原 光彦、 

西 祐司、町田 功、名和 一成、 

駒井 正夫、松林 修 

（常勤職員12名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本事業の目的は、“温泉に対する悪影響がない発電が

可能であることを実証する総合的な地熱貯留層管理シス

テムを開発した上で、当該システムの有効性を検証する

こと”である。平成23年の事業（C4）は、南伊豆での

観測井掘削工事の一部を延長して行ったため、平成24年

の6月まで平成23年度の事業を行った（C4の詳細につい

ては、昨年の年報を参照）。平成24年度の事業（C3）は、

八丈島と南伊豆の2つのモデル地域を対象として実証研

究を行った他、最終年度として管理システムの構築を行

った。以下に、その詳細を記す。 

1) 地熱系モデル開発及びシステム統合化 

 八丈島地域においては、地熱水の年代測定、温泉水

化学分析及び観測井のコア試料とカッティングス試料

の同位体分析などの追加的な分析を行った。南伊豆地

域においては、比抵抗調査（AMT, MT 法）、自然電

位調査、重力探査を行った他、涵養井を掘削し、平成

23年度に掘削した観測井との間で生産－涵養試験を行

い、水理構造の把握を行った。 

2) モニタリング技術開発 

 八丈島地域においては、島内の3か所の温泉及び観

測井での温度・水位・流量・電気伝導度の連続観測を

継続し、データ解析を行った。微小重力についても、

調査井地点での高精度重力計による重力連続観測およ

び、ハイブリッド重力計測を行い、観測井の温度変化

等のイベントとの関係性を調べた。 

 南伊豆地域においては、観測井近傍の休止温泉井3

本における水位等の連続観測を継続した。また今年度

は約200m 深度の涵養井を掘削して、観測井との間で

生産-涵養試験を行い、近傍の休止井および観測井に

おけるトレーサー回収のモニタリングも実施した。 

3) 変動予測シミュレーション 

 八丈島での浅部をより詳細にシミュレーションする

ための数値モデルのパラメータを調整することで改良

を行い、さらに極端な生産を想定した場合のシミュレ

ーション計算を行った。 

4) システム統合化 

 温泉に対する悪影響がない発電を行うための管理シ

ステム（シナリオ）を作成した。また、その補助ソフ

トウェアとして、温泉と地熱貯留層との関係をタイプ

分けし、またモニタリングデータと他データとの相関

やデータ異常を抽出する、プロトタイプの自動判別ソ

フトウェアを開発した。 

［分 野 名］エネルギー・環境、地質 

［キーワード］地熱発電と温泉との共生、地熱貯留層管

理システム、地熱系モデル、モニタリン

グ、シミュレーション、八丈島、南伊豆、

観測井 

 

・試験研究調査委託費 

［研 究 題 目］メガデルタ沿岸環境保全のための観測診

断技術と管理手法の開発 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、田中 明子、金井 豊、 

田村 亨、西村 清和、 

上原 克人（九州大学）、 

Thanawat JARUPONGSAKUL 
（チュラロンコン大学）、 

NGUYEN Van Lap（ベトナム科学技術

院）、TA Thi Kim Oanh（ベトナム科

学技術院）、楊 作升（中国海洋大学）、 

王 厚杰（中国海洋大学） 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 アジアに数多く分布するメガデルタ（巨大デルタ）の

沿岸環境保全のために、河川データと、沿岸陸域・海域
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調査、衛星データ解析、数値シミュレーションを統合し

て、観測診断技術と管理手法を開発することを目的とし

ている。5ケ年計画で、1-2年目が中国の黄河を主体に、

3-5年目はべトナムとタイのメガデルタを対象にし、平

成24年度は、タイのチャオプラヤデルタとベトナムのメ

コンデルタを主対象に研究を行った。 

 タイのチャオプラヤデルタでは、地盤沈下などにより

過去50年間に約1kmの海岸線の後退が起こっている。海

面下での侵食状況を把握するために、沿岸域においてサ

イドスキャンソナーによる海底面状況調査、測深調査、

堆積物の年代測定を行った。これらの結果、海岸線の後

退に見られる沿岸侵食は水深約4mまで及んでいること

が明らかになった。また合成開口レーダ観測による干渉

SAR時系列解析を、チャオプラヤ河流域について適用し

た結果、面的な地盤変化と、更に任意の地点における時

系列の変化を捉えることができ、Tha Chin川流域にお

いて最大20mm/yr程度の沈降が確認できた。 

 ベトナムのメコンデルタでは、デルタ中央部のチャー

ビン省バードン海岸における2010年から2012年にかけて

の現地調査の結果、侵食が顕著になってきていること、

冬季に侵食が顕著である事が確認できた。更に冬季の中

でも顕著な侵食が起こった時は、特別に潮位が高い、大

潮と波浪による高潮が重なった時に生じていることが明

らかになった。観測された潮位によれば約10cmの違い

で大きな侵食が引き起こされており、海水面の変化が重

要な要因となることが示された。潮間帯から採取したコ

ア試料のBe-7とCs-134、Cs-137をとりまとめて夏季と

冬季の堆積物移動と侵食に関して学会誌に投稿した。メ

コンデルタの数百年から数千年スケールの海岸線の変化

を明らかにするため、浜堤から採取した石英粒子を用い

て光ルミネッセンス年代測定を行った。これらのデータ

を用いてデルタの成長モデル、浜堤の発達成長モデルを

構築し、国際学術誌から発表した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］メコン江、デルタ、環境変動、沿岸侵食 

 

［研 究 題 目］温暖化に伴う内水域環境の変化監視情報

システム構築に資する研究 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳、安永 恵三子 

（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 わが国の内水域における水温上昇傾向のこれまでの検

討によると、代表的な9つのダムの最表層水温は、1993

年から2006年にかけてすべて上昇傾向にあり気温上昇の

影響を強く受けていた。最下層水温は、上昇傾向と下降

傾向にあるダム湖が存在し、気温上昇に伴うダム湖全体

の水温上昇よりも、湖底上昇によるダム容量の減少等の

影響を受けている可能性が示唆された。そこで、平成24

年度は、ダム諸量データベースに記録がある108箇所の

うち代表的な80のダム湖に数を増やし、比較期間を揃え、

水温上昇傾向について再度検討した。 

 また、霞ヶ浦に流入する新利根川では、炭酸系諸量に

は明瞭な季節変化が認められた。また、季節変化が明瞭

な溶存無機炭素の炭素同位体比が、河川の物質循環の状

態の指標となるマクロパラメータであることを示した。

この他、過去データが存在しない内水域の環境変遷復元

には､淡水棲二枚貝類の殻の炭素同位体比分析が有効で

あることを示した。新利根川の炭酸系が、低 pH・高二

酸化炭素分圧であるのに対して、霞ヶ浦の湖水は一般に

高 pH・低二酸化炭素分圧であり、河川と湖沼では、そ

の炭酸系緒量の特性が大きく異なることが確認された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］水温、ダム湖、地球温暖化、時系列解析、

季節調整法、水質、季節変動、霞ヶ浦 

 

［研 究 題 目］非意図的生成 POPs の生成挙動と排出

抑制に関する研究 

［研究代表者］畑中 健志（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］畑中 健志、竹内 正雄、土屋 健太郎、

浮須 祐二、北島 暁雄 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 金属溶解炉などの産業用炉では、残留性有機汚染物質

（POPs）に関するストックホルム条約において可能な

限り削減することとされている非意図的生成 POPs の

排出を、廃棄物焼却炉で有効な排ガス処理では十分に抑

制できないことが、これまでの研究により明らかとなっ

た。この原因を解明し、産業用炉からの汚染物質の排出

を低減するため、金属溶解炉から採取したフライアッシ

ュを用いた実験を行うとともに、稼働中の金属溶解炉の

煙道で排ガスやフライアッシュのサンプリング、POPs
等の組成分析を行った。 

 金属溶解炉の煙道に設置されたバグフィルター内では、

これまでダイオキシン類が生成し難いとされていた低温

域でも POPs が生成する可能性があることを、工場で

の測定と研究室での加熱実験により確認した。この際、

フライアッシュ中の POPs 生成に関与する物質の活性

が影響することも分かった。この低温度域では、フライ

アッシュ中の炭化水素と主に水溶性の塩化物を原料とし

て触媒反応等により POPs が生成すると推定され、フ

ライアッシュへの水の添加により POPs 生成を抑制で

きる可能性があることを示した。この成果は中小規模の

工場で比較的容易に行える対策の導入を促進するもので

あり、金属溶解炉だけでなく、多くの業種で非意図的生

成 POPs の排出低減に直接結びつく可能性が高い。ま

た本結果は、従来のいわゆるデノボ合成の概念を拡張す

るものであり、より現実に即した規制やガイドラインの

設定に貢献できる成果と言える。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
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［キーワード］金属溶解炉、残留性有機汚染物質、排出

抑制 

 

［研 究 題 目］南鳥島における微量温室効果ガス等のモ

ニタリング 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］村山 昌平、石戸谷 重之、 

宇佐美 哲之（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 南鳥島において、既存の観測所設備と研究観測で確立

されてきた観測技術を活用し、また同島の諸事情にあわ

せた形で改修し、微量温室効果ガスのモニタリングを開

始する。気象庁が取得している主要な温室効果ガスの観

測データと新たに気象研究所、国立環境研究所および産

総研が開始する観測で得られるデータとを組み合わせて

統合データセットを作成し、温室効果ガス等の濃度変動

のプロセス解明等の研究を進める。産総研では大気中二

酸化炭素（CO2）の安定同位体比の観測をフラスコサン

プリング法及び質量分析計を用いた手法により開始する

とともに、開発中の CO2安定同位体比連続測定装置の

改良を進め、清浄大気観測への適用を目指す。 

 H24年度は、概ね1週間に1度の頻度で、フラスコサン

プリング法による南鳥島における大気中 CO2安定同位

体比の高精度観測を継続して行った。得られたデータの

解析を行い、大気中 CO2濃度およびその安定同位体比

の変動の特徴を明らかにすることができた。得られたデ

ータの解析結果から、CO2濃度及びその炭素安定同位体

比の季節変動は、主として北半球中高緯度の陸上の C3

植物活動の季節変動の影響を反映しているが、夏～初秋

は熱帯草原の C4植物あるいは海洋との交換も影響して

いる可能性が示唆された。同位体比連続測定装置につい

ては、各 CO2同位体の吸収線による減衰を分離して測

定できることが確認できた。また、使用しているレーザ

の耐久性が不十分であることが明らかになったため、改

良したレーザに交換し、光学系の仕様を変更して高精度

化を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］南鳥島、温室効果ガス、バックグラウン

ド大気、安定同位体、炭素循環 

 

［研 究 題 目］センサーネットワーク化と自動解析化に

よる陸域生態系の炭素循環変動把握の精

緻化に関する研究 

［研究代表者］前田 高尚（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］前田 高尚、村山 昌平、石戸谷 重之、

近藤 裕昭（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

運用中の陸域生態系炭素収支の長期連続観測を継続し

つつ、遠隔地にある観測現場の測器からのデータ収集か

ら、処理、データベース搭載までのプロセスに、観測機

器運用の遠隔監視やデータ流通・解析の自動化といった

情報通信技術を参画他機関と共同で開発、それぞれの担

当観測サイトに導入し、これらを通じて安定で精度の高

い観測とそのデータベース化、他の観測データとの統合

を技術面から推進する。 

平成24年度は、岐阜県高山市（高山サイト）、タイ中

西部カンチャナブリ県（メクロンサイト）、タイ東北部

ナコンラチャシマ県（サケラートサイト）において、大

気・陸面間の二酸化炭素交換量（フラックス）および気

象等の関連環境諸量の観測を継続して実施した。現地観

測のセンサーネットワーク化のためのシステムの構築・

改良作業は、観測機器の障害発生等の遠隔監視の仕組み

を早急に必要とするタイの2サイトで重点的に行った。

従前に試験導入した観測サイト構内のオンライン化およ

び現地基幹コンピュータによるデータの定期的収集等を

運用しつつ改修した。さらに通信機器類の障害対処のた

め、基幹コンピュータによる通信機器の監視と電子メー

ルによる障害発生通知の仕組みを試作した。試験運用中

の現地－つくば間の通信回線用機器やプログラムの変

更・改良を実施し、通信を安定化して、データ送信のプ

ログラムの試作と運用を開始した。また、高山サイトに

ついて、観測データ回収後の処理解析ワークフローの自

動化の検討を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］地球温暖化、二酸化炭素収支、陸域植物

生態系 

 

・環境研究総合推進費 

［研 究 題 目］気中パーティクルカウンタを現場にて校

正するためのインクジェット式エアロゾ

ル発生器の開発 

［研究代表者］飯田 健次郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］飯田 健次郎、櫻井 博、榎原 研正 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 光散乱式気中パーティクルカウンタ（ Optical 
particle counter, OPC）は、粒径サブマイクロメートル

以上粒径域での大気エアロゾル粒子の粒径分布測定に広

く使用されている。OPC がサンプルされたエアロゾル

粒子を実際に計数している割合は、粒子計数効率を呼ば

れ、この校正法は ISO 規格（21501-4）に定められてい

る。しかし、ISO 規格の定める参照器との平行測定に

よる校正をマイクロメートル粒径域で精度よく行うこと

は技術的に困難であるため、この解決策として、本研究

では発生器型の気中粒子数標準としてインクジェットエ

アロゾル発生器（ inkjet aerosol generator, AIST-
IAG）を開発した。この装置は単分散性の高いエアロゾ

ル粒子を既知の頻度で発生できるこれまでにない装置で

あり、発生粒径範囲は0.25-10µm の範囲である。AIST-
IAG 内部で発生されたインクジェット溶液が AIST-IAG
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出口でエアロゾル粒子となって輸送される効率が99.5%
以上であることを実証し、AIST-IAG が発生器型気中粒

子数標準としての性能を十分に有していることを実証し

た。また、AIST-IAG 発生粒子の粒子径の定義が ISO
規格に準拠した OPC の校正に使用されるポリスチレン

ラテックス（PSL）球の粒径へと変換できることを実証

し AIST-IAG による OPC の粒子計数効率の校正結果が

社会に波及しやすくなる状況も整えた。今後は、

PM2.5エアロゾル粒子計測の分野へと AIST-IAG によ

る校正技術の応用用途を拡張することに努める。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］エアロゾル、粒子数濃度、インクジェッ

ト 

 

［研 究 題 目］溶融塩電解精製による太陽電池用 Si の

リサイクルおよび製造方法の開発 

［研究代表者］大石 哲雄（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］大石 哲雄、布施 正暁、矢口 未季 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽電池はエネルギー問題や CO2排出量削減への寄

与が期待され、需要も急増している。現在の主流は結晶

Si を用いたものであり、これは発電効率や信頼性等が

優れているためであるが高コストであり、特に高純度

Si 製造時のコストや消費エネルギーが問題視されてい

る。一方、今後廃棄される太陽電池も当面は結晶 Si 系

のものが主であり、2020年頃から廃棄量が急増すると予

想されているが、そのリサイクル技術はまだ確立してい

ない。そのため、廃太陽電池から Si を低コストかつ効

率的にリサイクルする、あるいは高純度 Si を安価に製

造する技術の確立は緊急性の高い研究課題である。本研

究では、Si を低コストかつ効率的にリサイクルするプ

ロセスとして溶融塩を用いた新規な電解精製法を検討し

た。このプロセスは、Cu-Si 液体合金に不純物を含む

Si を溶解して陽極とし、Al-Si 液体合金を陰極として主

にフッ化物系の溶融塩中で電解精製を行う。これにより

陰極側に濃縮した Si は部分的に冷却して Si を析出させ、

高純度 Si を回収する。Si 濃度の低下した液体合金は電

解槽に戻し、陰極として再利用する。本プロセスの特長

は、両電極に液体合金を用いることで電解浴からの汚染

を大幅に低減できる、連続化および工業化が容易である、

省エネルギー的に Si を精製できる点などである。平成

24年度は、廃太陽電池から回収した Si、あるいは市販

の低純度 Si を用いて実験を行い、精製効果等を評価し

た。さらに、本プロセスの導入による環境負荷、および

本プロセスに許容される電力消費等を評価し、本プロセ

スの優位性を示した。また、普及途中段階である太陽光

発電システムにおいて Si の製造とリサイクルの両方を

行える点が特に重要であることを示した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、太陽電池、溶融塩電解、廃

棄物 

 

［研 究 題 目］環境基準項目の無機物をターゲットとし

た現場判定用高感度ナノ薄膜試験紙の開

発 

［研究代表者］和久井 喜人（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］和久井 喜人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、長岡技術科学大学が主委託先となって実施

している環境研究・技術開発推進費によるプロジェクト

「環境基準項目の無機物をターゲットとした現場判定用

高感度ナノ薄膜試験紙の開発」の一環として再委託され

実施した。 
 平成24年度においては、大学側で使用条件及び感度が

決定された試験紙について、ICP 質量分析法（ICP-
MS）及び ICP 発光分光分析法（ICP-OES）を用いて

人工もしくは実サンプルでのクロスチェックを行い、試

験紙のポテンシャルを決定した。 
 釣り用の鉛重りを超純水及び水道水に浸漬し鉛の溶出

を時間変化で追跡した結果では、時間と共に鉛の濃度の

上昇が確認された。また、水道水よりも超純水中の濃度

が大幅に高く、重金属の溶出が促進されることがわかっ

た。 
 温泉水中のヒ素の分析では、低濃度のヒ素に対応する

ために水素化物発生装置を ICP-OES に接続して分析を

試みた。その結果、10ppb 前後の領域で良好な検量線が

得られ、また、分析値は公的機関による値と一致した。 
 カドミウム検出紙のクロスチェックのために、20～

30ppb オーダーの溶液試料の分析を実施した。ICP-
OES 及び ICP-MS による分析値は、ほぼ10%以内で一

致した。検量線の直線性及び繰り返し精度を考慮した結

果、ICP-OES の方がより正確な結果を与えたと推定さ

れた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微量有害元素、重金属、簡易測定、ナノ

粒子、検出紙、膜濃縮、環境測定、眼視

検出 

 

④【その他省庁】 

［研 究 題 目］加温機排気中の CO2の効率的回収貯留

システムとその園芸作物への活用技術の

開発 

［研究代表者］鈴木 正哉（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］鈴木 正哉、月村 勝宏、犬飼 恵一、

前田 雅喜（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 施設園芸では、収量増大・品質向上を目的として、

CO2発生機により CO2を施用することが行われている。
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一方、寒冷地では、灯油燃焼による加温機も併用してい

るが、その排気から CO2を回収貯留して施用に利用す

れば、全体として CO2排出総量とコストの削減が期待

できる。本研究開発は、CO2の回収貯留のために非金属

鉱物材料を使用した、新たな施設園芸用システムとその

活用技術の開発を目的としている。実施に当たっては、

産総研を中心とした複数の研究機関・企業による連携体

制をとっている。 

 平成24年度までに、装置の小型化・低価格化を目指し

た省エネ型 CO2回収貯留システムの試作機を製作し、

奈良県および岩手県の施設園芸現場試験を通して園芸作

物の増収・高品質化の実証試験を実施した。その3年間

のプロジェクトのまとめを含めた検討を行い、次年度以

降の商品化に向けた検討を行える体制を整えた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃焼排気ガス、二酸化炭素、回収貯留、

園芸作物 

 

［研 究 題 目］我が国の大陸棚延長申請に対する大陸棚

限界委員会勧告文書の検討のための資料

作成 

［研究代表者］岸本 清行（地質情報研究部門） 

［研究担当者］岸本 清行、棚橋 学、湯浅 真人 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

国連「大陸棚の限界に関する委員会」から日本政府に

届いた日本の延伸大陸棚の申請に対する「勧告」につい

て、その内容について科学的な記述内容等の解釈を含め

て精査し、その検討結果をもとに報告書を作成する。報

告書の内容の理解を助けるため、適宜「勧告」邦文訳、

文献等による資料を追加する。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］大陸棚、大陸棚勧告 
 

［研 究 題 目］地震等災害時に救助活動を支援する障害

物除去システムの開発 

［研究代表者］久保田 士郎（安全科学研究部門） 

［研究担当者］久保田 士郎、和田 有司、緒方 雄二、

西野 佳奈（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、地震等の災害時に倒壊した建物の中から

人命を迅速に救助するために、大型の重機を使用せずに

小規模爆破（ミニブラスティング）等を適用して倒壊コ

ンクリート壁等を局所的に迅速に破砕し、突破口を作り

（ブリーチング）、救助活動を支援するための技術開発

を実施した。壁の裏側に要救助者が存在しない場合は、

ミニブラスティングを発展させた効率的な破砕技術を適

用する（ダーティブリーチ）。要救助者が存在する場合

は、裏側に破片を飛散させない効果的技術を適用する

（クリーンブリーチ）。 

 一般壁（厚さ15cm）と構造壁（厚さ25cm）を対象と

して、鉄筋コンクリート壁の一部をモデル化した試験体

ならびに火薬類と非火薬の2種類の破砕ディバイスを試

作し、モデル壁の破砕基礎実験を実施することで、装薬

条件（穿孔長や穿孔パターン等）、ならびに込め物につ

いて破砕効果との関係を調べた。また、実規模モデル壁

を用いた現場実験を実施し、技術の適用性を検証すると

ともに、爆風圧や爆発音等を計測して、爆発影響を把握

した。さらに、作業時間を見積もり、本技術の迅速性を

検証した。 

 その結果、一般壁に火薬類破砕ディバイスを用いた場

合について、クリーンブリーチで要救助者側に飛散物を

発生させず安全かつ迅速な条件を明らかにした。ダーテ

ィブリーチではクリーンブリーチと同薬量でより効率的

な条件を示し、同条件下で人体に損傷を及ぼす爆発影響

は発生しないことを確認した。また、本技術での作業時

間は従来の半分になり迅速性を確認した。構造壁につい

ては火薬類を用いたダーティブリーチの有効な装薬条件

を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人命救助、ブリーチング、ミニブラステ

ィング、火薬類、鉄筋コンクリート壁 

 
［研 究 題 目］超伝導光子検出器による量子もつれ波長

多重量子暗号通信技術に関する研究 

［研究代表者］吉澤 明男（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］吉澤 明男、福田 大治、土田 英実 

（常勤職員3名） 
［研 究 内 容］ 
 量子暗号通信の長距離・高速化を目指して、波長

1.55µm 帯における研究が進展しているが、光ファイバ

のポテンシャルを活かすためには、波長多重によるビッ

トレートの向上は必須である。本研究では波長多重量子

暗号通信の実現を目指して、広帯域量子もつれ光子対発

生技術、高量子効率・高速・低雑音光子検出技術、及び

これらの要素技術を用いた量子暗号鍵配布システムの開

発を行っている。本年度は量子もつれ暗号通信の波長多

重化に必須な高量子効率超伝導単一光子検出技術の実現

に向け、超伝導転移センサによる光子検出器のアレイ化

を実施した。具体的には、広帯域多心配線、及び、検出

素子用広帯域電圧増幅装置を整備し、16素子からなる単

一光子検出器の実装を行った。検出器の低雑音化に向け

ては、線路内の抵抗値に起因した熱雑音の除去に取り組

んだ。一方、広帯域化に向けては、超伝導転移センサの

バイアスループに存在する寄生インダクタンスを低減さ

せるため、超伝導転移センサと検出素子用広帯域電圧増

幅装置を近接配置する構造を採用した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］量子暗号、超伝導、量子もつれ光子対、

光ファイバ、光子検出 
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2) 国以外からの外部資金 

①【新エネルギー・産業技術総合開発機構】 

［研 究 題 目］低圧固定床用 FT 触媒技術を利用した 

BTL プロセスの研究開発 

［研究代表者］村田 和久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］村田 和久、高原 功、岡部 清美 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 H24年度は、ゼオライトを含む FT 触媒の形態として、

混練りによる一体型とゼオライト／FT 触媒の物理混合

型のいずれがゼオライトの性能を最大に引き出せるか、

という点で、反応評価や解析評価を行った。結論として

は、両者に基本的に差はなく、反応管への均一充填とい

う観点から、一体型触媒が実用的となった。耐久性向上

のためには、触媒劣化原因の解明が必要であり、ラボス

ペントおよびベンチスペント触媒の解析を行った。数千

時間程度までの触媒では、各種ワックスの蓄積が劣化の

主原因であり、350℃程度での空気酸化または水素還元

で除去できるもの、除去しにくいもの（無機状炭素な

ど）があることが分かった。以上の総合として、ガソリ

ン基材を一段で製造するプロセスを開発し、3000時間以

上の耐久性を確認できた。4年間の研究を通して、産総

研としては、本プロジェクトに対して、触媒解析を行い、

実用触媒の開発に大いに貢献できたと考えている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］FT 触媒、低圧固定床、活性劣化 

 

［研 究 題 目］新エネルギー技術研究開発／次世代風力

発電技術研究開発／基礎・応用技術研究

開発 

［研究代表者］小垣 哲也（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小垣 哲也、角口 勝彦、壹岐 典彦、

阿部 裕幸、近藤 潤次、松宮 煇、 

丸山 康司、石原 陽子、青木 繁光、

西沢 良史、河野 孝昭、高乗 加代子、

小野 智恵、稲吉 仁 

（常勤職員5名、他9名） 

［研 究 内 容］ 

 日本における厳しい風特性を反映した風車設計のため

の複雑地形・台風要因極値風モデルを開発した。風車荷

重シミュレーション等によって、開発したモデルの評

価・検証を行ない、その技術的妥当性を実証することに

より、JIS 規格に盛り込み、更には、IEC 国際規格とし

ても提案し、採用の目処を得ることに成功した。 

 風速のリモートセンシング技術の検証のため、

LIDAR と通常のマスト設置のカップ風速計による同時

計測を実施した。複雑地形においては LIDAR の誤差が

増大するため、風力発電分野への応用が難しいことを明

らかにした。対策として、60m 以下のマストと LIDAR
とを併用する手法を考案し、これを実際の複雑地形にお

いて適用した場合、平坦地形における LIDAR 計測とほ

ぼ同等な精度を低コストで達成可能である事を実証した。

更に、この手法を風車の年間発電量（AEP）評価に適

用し、その有効性を実証した。 

 大学、研究機関、産業界の専門家を招集した次世代風

力発電基礎応用技術研究開発・IEA 風力国内委員会を

設置し、IEA 風力実施協定への参画を支援すると共に、

最新の研究開発動向、データを国内に情報共有した。 

 小形風車の安全性・信頼性・性能を確保するため、

IEC 国際規格等で規定されている各種試験手法に基づ

き、小形風車のフィールド試験を実施した。得られたデ

ータを基に技術評価における課題抽出を行い、小形風車

の各種試験方法と評価基準を開発し、国内の専門家を招

集した「小形風車認証制度検討委員会」における審議を

経て、「小形風車の性能及び安全性に関する技術評価基

準」を策定することにより、国内における小形風車認証

制度の確立に貢献した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］次世代風力発電技術、風車設計、複雑地

形・台風要因風特性モデル、風のリモー

トセンシング技術 

 

［研 究 題 目］基礎的・共通的課題のための研究開発 

［研究代表者］堀田 照久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］横川 晴美、堀田 照久、山地 克彦、

岸本 治夫、Manuel.E. Brito、 

下之薗 太郎、西 美奈、鈴木 善三、

倉本 浩司、趙 度衡、王 芳芳、 

石塚 香（常勤職員8名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）スタックの耐久性・

信頼性向上のために、大学など他の研究機関と連携し、

開発会社4スタックの耐久試験後サンプルの詳細分析を

行い、その劣化機構を検討した。劣化現象の解析・改善

のなかから燃料電池の運転条件（過電圧、温度、燃料利

用率など）が重要な要因であることが明らかになった。

最も顕著に表れたのは、円筒横縞形の空気極微構造の改

良に伴う過電圧の大幅な低下とクロム被毒に対する大幅

な耐性の向上である。このことによりハイブリッド機に

おける実際の空気の配管材料からのクロム汚染は問題に

ならないことが明らかになった。筒状平板形などで見出

された SrZrO3の生成挙動は当初想定していたよりも複

雑な様相を示すことが解った。このことは加速試験がそ

のまま単純に適用できるわけではなく、より高度なシミ

ュレーション技術と連動させる必要があることを示して

いる。電解質の劣化要因の一つとして広く認識されてき

た YSZ 系電解質の立方晶から正方晶への相変態に起因

する伝導度の低下は、実際に長時間運転した後の電解質

のイオン廃位状況をラマンで観測することにより大きな

寄与していないこと、運転条件が把握できれば、その寄
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与を定量的に把握できる可能性があることが明らかにな

った。小型円筒形での集学的劣化機構解明も進み、特に

空気極の改良が進んだ。この結果、4万時間の耐久なら

びに250回の起動停止に関する信頼性を見通す事ができ

た。また、加速試験法の SOFC における特徴を明らか

にし、適用できる劣化現象と他の高度な取り扱いをすべ

き現象とに分かれることが明らかになった 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、耐久性、信頼性、

不純物、2次イオン質量分析計、スタッ

ク 

 
［研 究 題 目］グリーン・サステイナブルケミカルプロ

セス基盤技術開発／廃棄物、副生成物を

削減できる革新的プロセス及び化学品の

開発／革新的酸化プロセス基盤技術開発

(2) 
［研究代表者］今 喜裕（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］今 喜裕、佐藤 一彦、富永 健一 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 機能性化学品製造プロセスの中でも酸化プロセスは重

要だが、重金属酸化剤や塩素系酸化剤を使用すると重金

属や塩素系廃棄物を大量に発生するため環境への負荷が

大きい。一方、過酸化水素を酸化剤とするプロセスは比

較的安価で発生する副生成物が水のみという強みを持つ。

昨年度までに過酸化水素酸化プロセス基盤技術開発を行

い、新規触媒開発により半導体封止材原料製造などの実

用化を行った。今年度は、昨年度までに開発した過酸化

水素酸化技術では適用が困難な基質で高難度かつ産業上

必要な基質を高反応率、高選択率でエポキシ化する酸化

触媒の開発を行うことを目的とする。 

 高難度な基質として、従来知られているエポキシ化合

物よりも加水分解し易く多官能な、3か所以上のエポキ

シを同一分子内に有する化合物を製造する過酸化水素酸

化技術を開発した。タングステン触媒－リン系添加剤－

窒素系添加剤に、さらに2種類の固体触媒を混合した新

規触媒系により、反応率99%以上、選択率85%でエポキ

シ化合物を合成し、目標値（反応率80%、選択率80%）

を達成した。得られたエポキシ化合物は、塩素フリー、

低粘度で、かつ銀粒子との親和性も高く、導電性接着剤

として極めて優れた長期絶縁信頼性を発揮することがわ

かった。 

 通常、高温処理を避けたい電子部品回路の配線には銀

を含む導電性接着剤が使用されている。しかし銀には使

用中に接着剤中の塩素と反応して回路を短絡させるとい

う問題がある。今回開発した塩素フリーの多官能エポキ

シ化合物製造法により、導電性接着剤として極めて優れ

た長期絶縁信頼性を発揮する、塩素フリーのエポキシ化

合物を開発できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］グリーンケミストリー、過酸化水素、酸

化反応、触媒 
 

［研 究 題 目］IT 融合による新社会システムの開発・

実証プロジェクト／（都市交通分野）パ

ーソナルモビリティのスマートシェアリ

ングシステムに関する研究開発 

［研究代表者］松本 治（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 治、橋本 尚久、富田 康治 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 立ち乗り型のパーソナルモビリティのシェアリング事

業を、公道上を含む市街地において大規模展開した場合、

人の流れが変わることによる各種交通機関や商業施設等

に及ぼす影響なども含めて、効率的な人の流れの管理や

インフラの最適配置を事前に予測することなどが重要で

ある。そのため、屋内外シームレス移動可能で、かつ乗

り捨てを特徴とするパーソナルモビリティのシェアリン

グシステムを対象とした、人の流れのミクロ・マクロシ

ミュレータを構築することを目的としている。 

① 実証データ取得・解析とシミュレータでの利用 

 次年度の本格実証実験に向けた実験データ取得のた

めの基礎実験を行った。基礎実験では、保有するパー

ソナルモビリティを利用し、つくばモビリティロボッ

ト実験特区内において様々なルートを走行し、GPS
によるルート情報、温度、湿度、加速度、角速度、ヒ

ヤリハット情報を含んだ映像情報の取得を行った。 

② シミュレータ開発 

 利用者のモビリティ利用行動をモデル化し需要予測

を行うための行動モデルシミュレータを開発した。パ

ーソナルモビリティのシェアリング特性の基礎的検討

のために、歩行とパーソナルモビリティのみが利用可

能である状況を想定し、プロトタイプを構築した。対

象エリアとして、つくばモビリティロボット実験特区

エリアの一つであるつくばエクスプレス研究学園駅付

近を取り上げ、移動状況確認のためのシミュレータを

構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パーソナルモビリティ、搭乗型ロボット、

シェアリング、交通シミュレータ 

 

［研 究 題 目］ナノテク・先端部材実用化研究開発／水

素拡散を制御した高信頼性絶縁縁膜の開

発とフラッシュメモリーへの応用 

［研究代表者］柳 永勛  

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］柳 永勛、昌原 明植、遠藤 和彦、 

松川 貴、堀川 剛（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 
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フラッシュメモリーの高信頼性と低電圧化を実現する

ため、ナノレベルの水素貯蔵層絶縁膜を導入した3次元

チャネル FinFET フラッシュメモリーの開発を目指し

ている。平成24年度においては、新規水素貯蔵層材料と

して、極薄 SiAlON を導入したチャージトラップ型

FinFET フラッシュメモリーの開発を進め、ゲート長

30-nm 級の FinFET フラッシュメモリーの作製に成功

した。また、作製した FinFET フラッシュメモリーの

断面 STEM 観察により、Al2O3-Si3N4界面に形成される

SiAlON 厚は1.2-nm 程度であることも確認した。その

作製した FinFET フラッシュメモリー特性の Fin チャ

ネル形状依存性を調べた結果、三角断面形状が低電圧動

作に最も有効であり、ゲート電圧6V においても書き込

み動作ができることが分かった。最後に、その作製した

FinFET フラッシュメモリーの信頼性を調べた結果、書

き換え回数10万回以上、データ保持10年以上であること

が分かった。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］FinFET フラッシュメモリー、3次元チ

ャネル、トンネル絶縁膜 

 

［研 究 題 目］革新的ノンフロン系断熱材技術開発プ

ロジェクト／革新的断熱技術開発／発泡

ポリマー＝シリカナノコンポジット断熱

材および連続製造プロセスの開発 

［研究代表者］依田 智（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］依田 智、古屋 武、大竹 勝人 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

マイクロメートルサイズ以下の大きさをもつポリマー

の発泡セル内部を、熱伝導率の低い低密度シリカで充填

した構造を持つ発泡ポリマー＝シリカナノコンポジット

断熱材の開発を行った。 

・ポリマー／シリコンアルコキシド／超臨界二酸化炭素

反応系の検討 

 ポリマー、シリコンアルコキシドおよび二酸化炭素

（CO2）の三成分系について、高圧相平衡観察を引き続

き行った。テトラメトキシシランオリゴマー-CO2-ポリ

メタクリル酸メチル PMMA－三成分系について、

313K-393K、0.1-30MPa の領域について相平衡を検討

した。 

・断熱材の構造と物性の評価 

 発泡させた試料の発泡セル内に、シリカ成分が凝集し

た構造を、連続法で作成する条件について検討し、セル

内壁へのシリカ粒子の集積構造を確認した。 

・連続製造プロセスの開発 

 ポリマーの押出成型機をベースとした断熱材連続製造

プロセスについて、発泡倍率の増大と、熱伝導率の最適

化を目的とした製造条件の最適化を引き続き行った。発

泡倍率と発泡密度、平均発泡径はトレードオフの関係に

あり、最大で発泡倍率30倍程度の発泡体を安定して製造

する条件を見いだしたが、粗発泡、破泡になりやすい傾

向が見られた。熱伝導率は0.028W/mK 程度であった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］断熱材、ナノコンポジット、発泡ポリマ

ー、シリカエアロゲル、超臨界二酸化炭

素 

 

［研 究 題 目］燃料電池自動車用水素貯蔵材料に関す

る調査研究 

［研究代表者］小川 浩（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］小川 浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池車搭載用水素貯蔵タンクの高性能化を目的に、

水素貯蔵材料中の格子欠陥が水素貯蔵特性に与える影響

を計算科学的に解析した。代表的な金属系水素貯蔵材料

として BCC バナジウム合金を選択し、元素置換（点欠

陥）、転位（線欠陥）、ナノ粒子表面（面欠陥）を導入し

た際の水素吸着サイトエネルギーやその他の特性変化に

ついて、密度汎関数法に基づく第一原理計算と、非経験

的2体相互作用関数に基づく古典分子動力学計算により

シミュレートした。その結果、元素置換効果については

原子半径に応じて格子中での水素のポテンシャル表面が

変化し異なる水素貯蔵特性が発現すること、転位の効果

については格子中の水素が転位近傍へ凝集し機械的特性

を変化させること、表面の効果については材料表面への

水素吸着特性が面指数によって異なり、水素吸蔵の進行

に伴いナノ粒子全体の構造を変化させることが分った。

これらの変化は NMR や中性子回折実験で得られている

結果と整合し、計算科学的手法が水素貯蔵材料研究に有

用であることが示された。実験とシミュレーションを組

み合わせることにより、格子欠陥を含む材料中で水素吸

着がどのように起こるかを解明・予測し、今後の材料設

計に生かすことが期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］水素貯蔵材料、格子欠陥、バナジウム合

金、第一原理計算、分子動力学法 

 
［研 究 題 目］高速・自己保持機能を有する光スイッチ

ング回路の研究開発 

［研究代表者］河島 整（ネットワークフォトニクス研

究センター） 

［研究担当者］桑原 正史、王 暁民、飯塚 寿夫、 

田代 勝正、斉藤 央 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 状態保持の機能を備えた PLZT スイッチの光入出力

部として機能する石英 PLC 光回路作製に向けて、引き

続き損失低減の方策を検討し、ハンドリングウエハを石

英からシリコンに変更、石英導波路の屈折率コントラス
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トも、前年の高Δ（2%）から低Δ（0.5～0.75%）に変

更した。入力側石英 PLC は200GHz×20ch の AWG、

出力側 PLC は2×1分岐の21ch アレイに200GHz×21ch
の AWG に接続したものを、PLZT スイッチと組み合わ

せて、200GHz×20ch、1×2の波長選択スイッチを構成

した。 

 光記録材料を用いた自己保持型波長スイッチの開発を

行った。このために、広範な GST 系光記録材料の光特

性を調べた結果、光通信波長帯で GeTe が最も損失が少

ないことを見出した。光記録材料を光導波路のシリコ

ン・コアに装荷した場合の位相変化量を考慮して、アー

ム長などマッハツェンダー干渉計の主要寸法を確定し、

これを試作した。また、光記録材料でできた回折格子を

利用した空間偏向型波長スイッチを開発した。このため

に単一光束の干渉計を使って高精度の回折格子を安定に

作製する技術を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光スイッチ、シリコンフォト二クス、光

導波路、光相変化材料 

 

［研 究 題 目］創薬加速に向けたタンパク質構造解析基

盤技術開発 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、三尾 和弘、川田 正晃 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 タンパク質構造を決定することは、創薬を加速する上

での鍵の一つである。結晶を用いずにタンパク質構造を

決定する電子顕微鏡単粒子解析において分解能を規定す

る最も重要な条件の一つは、粒子画像の枚数である。画

像粒子の自動拾い上げプログラムおよびその周辺の画像

処理技術をさらに改良し、単粒子解析法をより高分解能

の方法へと改良する。  

研究計画： 

 画像情報学による構造決定法である電子線単粒子解析

の分解能を向上させるために、非線形最適化法を組み合

わせて、単粒子解析を改良し、改良した単粒子解析法を

用いて、形質膜のイオンチャネル、細胞内膜である小胞

体チャンネルや Ca2+ポンプなど、生理的に重要な様々

の蛋白質の構造・機能相関の解析を行う。骨格筋や心筋

などで特殊に進化した小胞体に特に注目して研究を進め

る。  

年度進捗状況： 

 筋肉の小胞体において Ca ポンプの役割を果たす、

Ca-ATPase の動的な小胞体チャンネルである分子量

23kDa の3回膜貫通たんぱく質 Mg23の機能が、陽イオ

ン透過機能を持つことを京大薬学部竹島研究室と共同で

見つけた。その構造を電子顕微鏡像から再構成したとこ

ろ、主な構造はおよそ36量体からなるボール（深皿）状

であることを決定した。また一部の複合体は6量体のサ

ブ複合体状態に留まっている。このチャンネルが開くと

様々な陽イオンを透過するが、イオン選択性は低い。こ

のチャンネルが Mg33チャンネルとどのように協調して

Ca 放出を制御しているか、また様々な心筋症とどう関

連するかが今後の課題である。さらに、C 型肝炎の発症

機構などに関係する様々な膜タンパク質の構造決定に成

功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、小胞体チャン

ネル 

 
［研 究 題 目］次世代大型有機 EL ディスプレイ基盤技

術の開発（グリーン IT プロジェクト） 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］鎌田 俊英、星野 聰、高田 徳幸、 

末森 浩司、茨木 伸樹 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代のディスプレイとして期待されているアクティ

ブマトリクス有機 EL ディスプレイの大型化、および実

用化に向けた製造技術に関して、ディスプレイの低消費

電力化、量産化のためのパネル製造トータルシステムと

の整合、高い生産性の視点から、有機 EL 素子・パネル

製造基盤技術の開発を進めており、有機 EL パネルフロ

ントプレーンに関して、「低損傷大面積電極形成技術の

開発」、「大面積透明封止技術の開発」、「大面積有機製膜

技術の開発」、「大型ディスプレイ製造に向けた検証」の

4つの研究項目について研究開発に取り組んでいる。 

 本年度は、有機 EL フルカラーディスプレイの低消費

電力化と広い色度域を実現するのに不可欠なトップエミ

ッション方式に不可欠な透明カソードの開発に関して、

透明酸化物導電体スパッタ薄膜形成時に有機層に与える

ダメージ要因の解析と低ダメージスパッタ条件の探索を

行い、金属極薄膜を加熱抵抗線によって真空蒸着させた

だけの従来法のカソード形成と同等性能を担保する酸化

物透明電極を有機層上に形成可能にするダメージレスス

パッタ技術の開発に成功した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］有機 EL ディスプレイ、大型製造技術、

低消費電力化技術 
 
［研 究 題 目］極限シリコン結晶太陽電池の研究開発

（銅ペーストの研究開発） 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］徳久 英雄、伊東 宇一、高田 徳幸 

（常勤職員3名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 結晶シリコン太陽電池の低コスト印刷製造を実現する

技術として、その電極構成部材としての低温焼結型銅合

金ペーストを利用して、その印刷製造技術を開発してい

る。これは、最近の世界的な需要拡大や太陽電池普及の

急拡大などによりペースト材料である銀の価格が高騰し

ているため、現行の銀ペーストを用いる技術から低価格

材料への転換の実現を可能とするものであり、太陽電池

のさらなる低コスト化が期待できる。 

 平成24年度では、主に偏析しない均一組成のナノコン

ポジット構造粒子作製法によってできた低融点合金と銅

粉とを混合して銅ペーストを用いて、耐酸化性、銅のシ

リコン基板への耐拡散性について検討した。 

 耐酸化性ついては、85℃、85%RH 環境下に750時間

さらした後、深さ方向 X 線光電子分光分析法（XPS）
により解析した。その結果、O1s 由来のシグナルは、

最表面から約200nm の深さで消失した。酸素は、樹脂

や低融点合金成分の酸化によるもので、Cu の酸化物は

観察されなかった。また、最表面から銅のシグナルが観

察されなかったことから、低融点合金が銅の表面を被覆

することにより、酸化のバリア層としての役割を果たし

ていることが証明された。 

 シリコンへの拡散については、二次イオン質量分析法

（SIMS）を用いて、シリコン基板に直接塗布したサン

プルの加熱前後の深さプロファイル分析を行った。その

結果、シリコン基板に直接蒸着により製膜した銅は、熱

により拡散が確認されたが、同条件では、印刷により作

製した銅-低融点合金膜においては、顕著な拡散は観察

されなかった。このことより、シリコン基板界面におい

ても低融点合金層が拡散のバリア層として機能している

ことが示唆された。作製した。銅ペースト中の低融点合

金は150℃以下で融解し、銅の粒子間および銅粒子中へ

拡散し、合金化することによって金属結合を形成し、導

電性を向上させる。また、この融解した低融点合金が銅

粒子を覆うので、銅粒子の酸化や、銅原子の基板などへ

の拡散が抑制される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］銅ペースト、太陽電池、スクリーン印刷 

 
［研 究 題 目］銅ペースト量産化技術と試験・評価方法

に関する研究開発 

［研究代表者］徳久 英雄（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］鎌田 俊英、徳久 英雄、伊東 宇一、

高田 徳幸（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 本提案の太陽電池低コスト化のための銅ペースト事業

化において、銅ペーストの試験・評価方法の開発を実施

する。 

従来から使われている銀電極に関しては、試験・評価

方法がすでに確立しているが、銅ペーストに対する確定

した試験・評価方法はまだない。新しく市場に銅ペース

トを太陽電池用電極として導入するためには、試験・評

価方法を開発する必要がある。銅ペーストの課題と必要

とする開発は①銅イオンが結晶シリコンに入るとキャリ

アの再結合中心と作用するために、キャリア寿命が減少

して、変換効率が減る。②電極から銅イオンが EVA 膜

に流れ出すと EVA 膜は変色する。③太陽電池セルとモ

ジュールフレーム間に高電圧がかかるために、イオンが

移動して絶縁膜の弱い部分に集中して破壊を引き起こす

PID（Potential Induced Degradation）の原因になる

可能性がある。 

また、太陽電池用電極ペーストは、スクリーン印刷技

術で電極を形成するので、ペーストとして性能評価、例

えば、印刷性、高アスペクト比ライン形成性などに加え

て太陽電池セル性能評価を行う必要がある。 

平成24年度は、銅イオンのシリコン基板への拡散を検

討するためにキャリヤ寿命測定法のセットアップを行っ

た。まずは、擬定常状態光伝導度測定装置（QSSPC）

を用いて検討する予定である。 

 新しく開発された銅ペーストを用いて、印刷、焼成を

行って電極を作製し、印刷性評価、電気特性評価を行っ

た。その結果、200℃以上の焼成が必要であったが、 

10-5Ωcm 台の線抵抗率に達することが分かった。200℃

と250℃焼成において1ケタの抵抗率の違いが生じるため、

焼成メカニズムを銅粒子界面を TEM 等で観察すること

により、明らかにする予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］銅ペースト、太陽電池、スクリーン印刷 

 
［研 究 題 目］総合調査研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（安全科学研究部門） 

［研究担当者］匂坂 正幸、玄地 裕、美濃輪 智朗、 

工藤 祐揮、林 彬勒、定道 有頂、 

楊 翠芬、山口 克誠、北川 直美、 

本瀬 良子（常勤職員5名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 この総合調査研究のプロジェクトは、「セルロース系

エタノールの加速的先導技術研究開発に参画する研究チ

ームへの情報提供、研究チーム間の相互利用・検証の連

携の推進」、「バイオマス総合利用に係る経済性評価・ラ

イフサイクルアセスメント（LCA）評価、社会・環

境・文化への影響リスク分析手法の確立」、「有望バイオ

マス生産地域・事業モデルの検討」の3テーマから成っ

ている。そのうち、安全科学研究部門では、LCA 評価

を担当し、有望バイオマス生産地域およびバイオ燃料事

業を想定した利活用モデルに対して特に温室効果ガス

（GHG）排出量調査を実施し、地球温暖化への影響評

価を行っている。その評価結果を加速的先導技術研究開

発に参画する研究チームに提示して研究開発の方向の決
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定、確認に寄与することを行った。 

 具体的には、①当該地域への現地調査を実施し、原料

調達や土地利用変化に関する情報の収集および GHG 排

出量評価 ②国際会議等での情報収集および既存の評価

ツール調査による LCA 手法に関する情報の収集 ③得

られた情報・成果を随時、GHG 排出量評価ツールへ反

映 ④各プロセス研究開発のフォローアップを行った。 

平成24年度には、過去4年間に構築した LCA の基本

データおよび手法を、平成23年度に実施したタイ・イン

ドネシアといった特定地域だけではなく、ASEAN 地域

全体にも適応できるように基本データの拡充と LCA 評

価ツール構築を実施した。このツールの利用目的は、事

業者が簡便に GHG 排出量および持続可能性評価スキー

ムの観点から、バイオ燃料事業の成立性可否の目安を確

認するためのものである。そのため、GHG 排出量の観

点だけではなく、経済性評価や持続可能性評価スキーム

との連携を図り、情報の共有化を行った。これらの実施

により、経済性も含めた総合評価ツールの開発に携わ

り、事業化を目指した合理的なプロセス開発支援に貢献

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマスエネルギー、セルロース、ラ

イフサイクルアセスメント、温室効果ガ

ス、地球温暖化、評価ツール 

 
［研 究 題 目］バイオポリオレフィン等のバイオマス由

来度の測定・試験方法の研究開発 
［研究代表者］国岡 正雄（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］国岡 正雄、田口 和宏、船橋 正弘、 

大石 晃広、八木 久彰 

（常勤職員5名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 バイオマス由来のポリオレフィンと石油由来のポリオ

レフィンを判別でき、ポリオレフィン中のバイオマス由

来度を定量的に測定できる方法を開発するため、規格

ASTM D6866にある放射性同位元素炭素14濃度を測定

してバイオマス由来度を評価する方法を中心に検討した。

炭素14の濃度測定法として、加速器質量分析に着目し、

以下のことを明らかにした。①再生可能原料であるバイ

オマス等のみから生成したポリオレフィンのバイオマス

由来度を測定した。また、石油由来のポリオレフィンに

ついてもバイオマス由来度を測定した。②バイオマス由

来及び石油由来のモノマー等のポリマー原料について、

バイオマス由来度を測定した。③ポリオレフィンから製

造される製品に近いプラスチック製品、複合材料を視野

に、充填材や添加剤等のバイオマス由来度を測定した。

④無機炭素類（珊瑚、貝殻、珪藻土等）に、この測定法

が適用できるかどうかを詳細に検討した。ポリオレフィ

ン材料に関して、測定誤差を明らかにするために、繰り

返し測定を行い、本測定法の精度を確認し、国際標準規

格としての精度があることがわかった。また、ポリオレ

フィンプラスチック樹脂と添加剤を分離して、それぞれ

のバイオマス度を測定することにより、樹脂成分のバイ

オマス度を測定できる方法を開発した。樹脂と添加剤の

分離方法としては、溶媒による分離法を詳細に検討し、

ポリオレフィンと添加剤がきちんと分離できることを確

認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオマス炭素含有率、炭素14、試験法、

ポリオレフィン、標準規格 

 
［研 究 題 目］セルロース系バイオマスエタノールから

プロピレンを製造するプロセス開発 
［研究代表者］島田 広道（研究環境安全本部） 
［研究担当者］島田 広道、中岩 勝、榊 啓二、 

佐藤 俊、大森 隆夫、山本 拓司、 

遠藤 明、吉宗 美紀、藤谷 忠博、 

中村 功、高橋 厚、原谷 賢治、 

Xia Wei、木村 幸紀、新保 外志夫、

谷口 智、溝口 敬信、穐吉 紀子、 

萬徳 遥（環境化学技術研究部門） 

（常勤職員11名、他8名） 
［研 究 内 容］ 
本研究では、2015～2020年頃の実用化をめざし、セル

ロース系バイオエタノールからプロピレンを製造するた

めの反応プロセス設計、分離プロセス設計を行った。 

1) 反応プロセス設計 

 酸化物系触媒の性能向上について検討し、反応圧の

増大によりエチレン収率が低下しプロピレン収率が増

大することを見出した。また、水の添加、アセトンの

リサイクルによりプロピレン収率は増大するが、反応

圧が高い状況ではその効果は低減する傾向が見られた。

また、触媒の高表面積化により、プロピレン生成速度

を改善できることを明らかにした。 

2) 分離プロセス設計 

 粗留エタノール中に不純物として含まれる有機硫黄

化合物が、酸化物系触媒の反応によって硫化水素やジ

メチルスルフィドに転換されることを確認した。蒸留

プロセスでは除去が困難と考えられる硫化水素を反応

生成物中から選択的に除去し、硫化水素の濃度を許容

値（10ppb）以下に低減可能な吸着剤を見出した。当

該吸着剤の吸着性能を吸着破過曲線の測定により検証

し、得られたデータを元にベンチスケールの吸着脱硫

装置を設計した。 

 水素等の副生ガスの影響や運転温度の影響等を考慮し

た炭素膜を用いて、ベンチプラント用炭素膜モジュール

（膜面積0.1m2以上）を製作し、脱水膜実ガス試験装置

に組み込んで、反応出口ガスを想定した模擬混合ガスの

脱水試験を行った。また、ベンチスケールでの膜脱水試

験の結果から大型膜モジュールでの脱水度の予測と所要
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エネルギー算出を行う計算プログラムを整備した。 

開発した装置は、共同研究相手の触媒技術研究組合が

24年度に建設した100kg－エタノール／日のベンチプラ

ントに導入し、実証試験を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオマスエタノール、プロピレン、触

媒、硫黄化合物、吸着分離、膜分離イオ

マス炭素含有率、炭素14、試験法、ポリ

オレフィン、標準規格 

 
［研 究 題 目］省水型・環境調和型水循環プロジェクト

／水循環要素技術開発①／１）革新的膜

分離技術の開発 うち ⅲ）分離膜の細

孔計測技術の開発及び標準化に向けた性

能評価手法の開発 
［研究代表者］柳下 宏（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］榊 啓二、萩原 英昭、小林 慶規、 

伊藤 賢志、鈴木 良一、大平 俊行、 

大島  永康、オローク ブライアン 

古部 昭広（常勤職員5名、他4名） 
［研 究 内 容］ 
 陽電子消滅法による RO 膜及び NF 膜中の細孔を計測

する技術を確立し、同手法で測定された細孔と分離性能

との関係を比較するとともに、RO 膜及び NF 膜の膜評

価方法の標準化に向けた技術開発を行う。そのために以

下の研究開発を行った。 

① 陽電子消滅法による分離膜中の細孔計測技術の開発 

 低速陽電子消滅法による RO 膜評価に引き続き、

1nm よりも大きい細孔を有する NF 膜評価のために、

高分子系複合膜の分離機能層に存在する0.5nm から

10nm の細孔計測に関する校正技術基準を確立し、マ

ニュアル化した。 

 さらに、放射性同位元素を陽電子源としたパルスビ

ーム式陽電子寿命測定装置を整備し、同装置により

RO 膜及び NF 膜の陽電子消滅寿命を測定した。その

結果、陽電子寿命の繰り返し測定による相対不確かさ

は2%以下であった。加速器ベース陽電子寿命測定装

置と同等の再現性を有し、分離膜評価用標準装置とし

て必要な性能であることを確認できた。 

② 分離膜における細孔と分離性能との相関 

 RO 膜と NF 膜の阻止率を評価する物質の選定を行

い、RO 膜には、NaCl と分子量が近い尿素、エチレ

ングリコール、1-プロパノール、2-プロパノールが、

NF 膜には、MgSO4、グリセリン、グルコースが適し

ていることがわかった。 

 分子固有の発光を利用した、NF 膜の評価方法とし

て、プローブ分子にピラニンを選定し、その溶液の調

製や光学系の調整法などを含めた測定の手順書として

まとめた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］膜分離技術、RO 膜、NF 膜、陽電子消

滅法、細孔計測技術 

 

［研 究 題 目］グリーンネットワーク・システム技術研

究開発プロジェクト（グリーン IT プロ

ジェクト）／エネルギー利用最適化デー

タセンタ基盤技術の研究開発／データセ

ンタのモデル設計と総合評価 

［研究代表者］伊藤 智（情報技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 智、中田 秀基、小川 宏高、 

竹房 あつ子、広渕 崇宏、中村 宏 

（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンタの電力消費量削減が迫られているが、何

をどう改善すれば、どの程度の電力消費量削減効果が得

られるかを把握することは容易ではない。本研究では、

データセンタを構成する設備（UPS、空調機など）お

よび IT 機器（サーバ、ストレージ、ネットワークスイ

ッチなど）をモデル化し、ハードウェアの改善に加え、

運用による改善についても評価可能な指標を開発し、実

測を行いながらの改善によって得られる効果の評価を行

う。サーバのモデリングと指標の開発を筑波大学が、デ

ータセンタのモデリングと指標の開発を産総研が、設備

や IT 機器の最適配置の検討を NTT コミュニケーショ

ンズがそれぞれ担当し、開発成果の実証評価を NTT コ

ミュニケーションズと産総研が共同で行う。 

 5年計画の5年目となる平成24年度は、サーバ以外の

IT 機器、空調設備、電源設備について市場調査と実機

測定を行い、データセンタの構成要素と電力消費量に関

するモデル化を行った。また、データセンタ関連プロジ

ェクト全体の成果を統合した場合に削減可能な電力消費

量を評価する手法を開発した。データセンタに関わるグ

リーン IT プロジェクト全ての効果を本評価手法に組み

込むことで、全プロジェクトによる電力消費量削減効果

を評価した。その結果、目標数値である電力消費量の

30%削減が可能であることを確認した。また、データセ

ンタの省エネルギー性を評価する指標として、公平かつ

精緻な手法として機能単位に評価する手法を開発し、こ

れを広く利用されている指標である PUE に適用した機

能型 PUE と呼ぶ指標を提案した。 

 昨年度より開始した加速プロジェクトでは、グリーン

IT プロジェクトで開発を進めるデータセンタに関連す

る技術開発の成果の一部を実際に統合し具現化するため

に、日本電気、NTT ファシリティーズらと産総研が連

携し、サーバの液冷、高圧直流電源、クラウド運用、お

よび外気導入を融合したモジュール型データセンタをつ

くば構内に構築した。比較のために、同じ IT 機器を備

える従来型のモジュール型データセンタも構築し、直接

電力消費量を比較することで、30%以上の電力消費量を

削減できることを検証した。本成果はプレス発表および



研 究 

(522) 

産総研オープンラボでの実機見学を含めた発表を行った。

産総研は全体の統括、設計、および空調系の研究開発を

担当し、稼働・省電力状態の監視・表示装置の実装、お

よび、温度・湿度・風量などの計測環境の構築を実施し

た。構築した環境および設備を利用して、次世代モジュ

ール型データセンタの電力消費量および効率性の評価を

実施した。評価においては、我々が提案する機能型

PUE を適用することで、機能型 PUE の有効性を示し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］グリーン IT、データセンタ、省エネ指

標、外気導入 

 

［研 究 題 目］グリーンネットワーク・システム技術研

究開発プロジェクト（グリーン IT プロ

ジェクト）／②革新的省エネルギーネッ

トワーク・ルータ技術の研究開発／a）

IT 社会を遠望した、情報の流れと情報

量の調査研究、c）社会インフラとして

のネットワークのモデル設計と総合評価  

［研究代表者］工藤 知宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］工藤 知宏、挾間 壽文、並木 周、 

来見田 淳也、高 明義、井上 崇、 

石井 紀代、児玉 祐悦、小林 克志、

中田 秀基、竹房 あつ子、高野 了成 

（常勤職員9名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は、現在データ通信において広く用いられてい

るパケット交換網に加え、光のまま経路を切り替える光

パス網やヘッダの単純なルックアップだけで経路切り替

えを行うラベルスイッチ網などを組み合わせて省エネル

ギー型ネットワークを構成する手法と、そのようなネッ

トワークを構築した場合の省エネルギー効果を調査・評

価することを目的としている。本課題は、NEDO から

の委託研究であり、産総研・名古屋大・NEC が参加し

ている。産総研は、情報量、光信号再生技術、アプリケ

ーションからの情報によるルーティング切替方式の調査

評価を担当している。 

 平成20年度からの5年計画で、最終年度にあたる平成

24年度は、期間全体の成果を取りまとめた。まず、平成

23年度に構築した、ネットワークトポロジモデルと、将

来トラフィックの予測、現在のインターネットにおける

ユーザあたりのコネクション数などの調査に基づき、従

来型の電気ルータが用いられた場合の、2030年までのネ

ットワークの消費電力を予測した。 

 また、ルーティング切替方式については、アプリケー

ションからトラフィックの性質が通知されたフローを、

任意のパスを用いて転送可能とした。各種ルーティング

方式のパスを制御する OGF（Open Grid Forum）規格

の制定作業に参加し、欧米亜のネットワーク相互運用の

実現可能性を実証した。 

 さらに、一部のフローを本技術でパス網にオフロード

することで、40～70J/bit（ビットあたりの消費エネル

ギー）の省エネ効果が得られることを示した。提案技術

について、実機を用いた総合的な実験評価を行い、シス

テムとしての適用可能性を評価した。実験により得られ

た消費電力等のパラメータ値をネットワークモデルに導

入してその構成を検討し、装置機器については装置省電

力機構の採用、制御方式についてはカットスルー方式の

採用により、ノード装置電力を従来電気装置構成に比べ

約30%削減できることを明らかにした。また、ネットワ

ーク全体でも提案技術の導入により30%以上の大幅な消

費電力削減効果が得られることを確認した。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］グリーン IT、ネットワーク、省エネル

ギー、ルーティング方式、光パス網 

 

［研 究 題 目］IT 融合による新社会システムの開発・

実証プロジェクト（データ処理基盤分

野）リアルタイム大規模データ解析処理

基盤の研究開発  

［研究代表者］小川 宏高（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小川 宏高、中田 秀基、工藤 知宏 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 モバイルネットワーク技術の普及と各種センサ技術の

発展に伴い、多種多様なモノがネットワークに接続され

るようになり、実世界の様々な事象をデータとして IT
の世界から捉えられるようになった。しかし、こうした

所謂ビッグデータから新たな知見を得るには、現状では

データを収集・解析するための大規模な IT インフラや

高度なプログラミングスキルが必要であり、ビッグデー

タの恩恵を受けることはいまだ困難な状況にある。こう

した問題を解決するため、本研究では、実世界から取得

される大規模データに対するリアルタイムの複雑なデー

タ解析を実現するとともに、対象データの量に対するス

ケーラビリティと対象データの種類や処理内容に可変性

を有するリアルタイム大規模データ解析処理基盤の研究

開発を行う。本研究では、大規模時系列データのリアル

タイム解析を Preferred Infrastructure が、多種多様な

情報を用いたデータ処理技術を産総研が、大規模リアル

タイム解析を支える高速分散データストアならびに次世

代メモリストレージノード技術を NEC が、次世代メモ

リストレージデバイスを中央大がそれぞれ担当する。特

に産総研は、大規模機械学習プラットフォーム Jubatus
において、実世界から取得される多種多様な時系列デー

タの利活用を可能にするデータ処理技術に関する研究開

発を実施する。 

 2年計画の1年目となる平成24年度は、多種センサデー

タを対象としたリアルタイム解析を実現するために、動
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画像ストリームを対象に CHLAC（立体高次局所自己相

関特徴法）ならびに OpenCV（画像処理・画像認識用

ライブラリ）の特徴抽出器を用いた Jubatus 特徴量抽

出モジュール、Jubatus 入力データ拡張機構を設計し、

プロトタイプ実装を行った。プロトタイプ実装を基にフ

ィージビリティ調査を行った結果、小規模な実験環境下

で目標通りノードあたり8本の20FPS（インターネット

で多く用いられる動画のフレームレート)の動画像スト

リームを同時に解析可能であることを確認した。また、

他言語による特徴抽出モジュール記述を実現するために、

前述の Jubatus 入力データ拡張機構をベースとし、特

徴抽出を外部 RPC サーバにオフロードする機構を設計

し、プロトタイプ実装した。プロトタイプ実装を基に、

Java 言語で記述した簡単な特徴抽出モジュールを用い

た結合試験を行った結果、他言語向け外部インタフェー

ス拡張のフィージビリティを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ビッグデータ、ハイパフォーマンスコン

ピューティング、認識・意味理解 

 

［研 究 題 目］エネルギー利用最適化データセンタ基盤

技術の研究開発／サーバの最適構成とク

ラウド・コンピューティング環境におけ

る進化するアーキテクチャの開発／クラ

ウド・コンピューティング技術の開発） 

［研究代表者］中田 秀基（情報技術研究部門） 

［研究担当者］中田 秀基、工藤 知宏、高野 了成、

小川 宏高、谷村 勇輔 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 昨今クラウドコンピューティング（以下クラウド）が

広く用いられるようになりつつあり、クラウドを支える

データセンタの消費電力低減が大きな課題となっている。

本研究では、データをそのデータが配置された場所で処

理する「データ・アフィニティ処理」を、近年利用が可

能になった高速な半導体ストレージに適用することによ

って、クラウド上で大容量データにアクセスするアプリ

ケーションの実行に要する消費電力の低減を図る。 

 高速な半導体ストレージを持つ計算機を高速なネット

ワークで接続し、高速に並列処理を行うことで、データ

処理に必要な計算機台数を減らし、消費電力を低減する。 

 対象とするデータは、キーバリューペアの形で、各ノ

ード上の半導体ストレージに保存する。この際に、キー

の値によって保持するノードを分散する。キーの値を制

御することで、各ノードへの負荷を均等にする。データ

に対する計算処理は、データが存在するノード上で行う。

これによって、ネットワーク転送を排除し、効率的な並

列処理を実現する。処理の結果も新たにキーバリューペ

アとしてストレージに書き出し、次段の処理を行う。こ

のような構造をとると、中間結果がその都度ストレージ

に展開されるという欠点があるが、メモリキャッシュと

高速な半導体ストレージを用いるため、ストレージに展

開するオーバヘッドは問題にならない。提案システムの

計算モデルは、Google の提唱する MapReduce を汎化

拡張したものであるといえる。 

 本プロジェクトは平成21年度中盤から24年度までの計

画であり、最終年度にあたる平成24年度は、これまでに

構築したシステムと実アプリケーションを用いた実証実

験と実験結果を受けてのシステム拡張を行った。実アプ

リケーションとしては、昨年度まで用いたものに加えグ

ラフ構造で表現されたデータの規則性を発見するグラフ

処理を用いた。提案システムの提供する大規模データ処

理フレームワーク MapReduce 拡張モデルにより、効率

的な実装が可能であることが確認できた。システム拡張

ではストリームデータへの適用を実現し、Web サーバ

から出力されるログを模したデータを少数のサーバで十

分な効率で処理できることを示した。本システムを用い

ることでより少数のサーバによって、即ち、より低消費

電力で、大規模データ処理を行えることを示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］クラウド、半導体ストレージ、並列分散

計算、マップリデュース 

 

［研 究 題 目］バイオ燃料の品質規格及び計量標準に関

する研究開発 

［研究代表者］後藤 新一 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、古谷 博秀、小熊 光晴、

辻村 拓、篠崎 修、広津 敏博、 

貝塚 昌芳（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、2015～2020年頃に実用化されるであ

ろうエタノールおよびバイオディーゼル燃料に対し、品

質規格と計量標準を策定し、JIS 規格および国際規格策

定に貢献することを目的とする。具体的には、①バイオ

燃料の品質規格・国際標準化の研究開発、②ジャトロフ

ァ油から BDF 製造過程及び利用時での有害成分解析の

研究開発の2テーマを実施している。平成24年度の成果

を以下に示す。 

① バイオ燃料の品質規格・国際標準化の研究開発 

 ガソリン混合用エタノールとしてバイオエタノール、

及び比較のために試薬エタノールを用いて品質規格に

関する分析上の検証を行った。エタノールの pH につ

いて JIS 規格値制定に資するデータを取得した。1年

半に亘る長期保存で pH、pHe、酸度等に与える影響

を把握した。また、防食安 定剤や金属板浸漬による

効果を調べ、pH 低下（酸化）とその防止策に資する

データを取得した。これらの研究成果を ISO へ回答

し、ISO 規格策定に貢献した。また、バイオエタノ

ール中の金属成分の測定法の検証を行うとともに、金
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属板の浸漬が金属溶出に与える影響を確認した。その

結果、貯蔵や加速条件下に、銅はエタノール、特にバ

イオエタノールへ溶解しやすいが、SS 鋼や亜鉛引鉄

板からの金属の溶解はほとんどないことを確認した。 

② ジャトロファ油から BDF 製造過程及び利用時での

有害成分解析の研究開発 
 ジャトロファ油から BDF 製造過程および利用時の

有害成分を解析した。JME 製造工程における粗油

（原料油）、精製油、BDF 及び工程中から廃出される

物質に含まれる PEs の濃度を HPLC により測定した

結果、粗油に含まれる PEs は大半がアルカリ処理に

よる脱酸工程で分離廃液・廃棄物に分離された。エス

テル交換工程で廃出される副生グリセリンや廃水には

PEs は含まれず、同工程では PEs は分離されていな

いことが示唆された。また、廃出物および精製油・燃

料油に含まれる PEs 量の総和が粗油に含まれるそれ

と一致しないが、これはホルボールエステルが燃料製

造工程で異性化している可能性が示された。電気泳動

による PKC 活性の測定結果から、JME の活性はブ

ランクと同程度であり、ジャトロファ粗油の活性と比

較しても非常に小さいことがわかった。さらに、PEs
を含む燃料を300℃で Pt-アルミナ系の酸化触媒を通

した結果、HPLC と PKC 活性の測定結果から、PEs
および PKC 活性の消失を確認することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオ燃料、品質規格、計量標準、自動

車 

 

［研 究 題 目］希少金属代替材料開発プロジェクト（対

象鉱種追加分／⑥排ガス浄化向け白金族

使用量低減技術開発及び代替材料開発／

ディーゼル排ガス浄化触媒の白金族使用

量低減化技術の開発 

［研究代表者］濵田 秀昭 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］濵田 秀昭、佐々木 基、小渕 存、 

鈴木 邦夫、内澤 潤子、難波 哲哉、 

千葉 晃嗣、益川 章一、大井 明彦、

原 重樹、原 伸生、多井 豊、三木 

健、尾崎 利彦、粕谷 亮 

（常勤職員11名、他4名） 

[研 究 内 容] 

 本プロジェクトは、平成21年度～平成25年度の5年計

画で、大型ディーゼル車排出ガス浄化触媒システムの酸

化触媒とディーゼルパティキュレートフィルター

（DPF）を対象とし、白金族金属使用量の大幅な低減

を目標として研究開発を行っている。平成24年度は、23

年度の中間評価通過を受けて、「実用触媒製造技術の確

立」を目標に2企業、2大学との共同研究を行った。当研

究所は下記研究項目を担当した。 

（１）酸化触媒の改良と高度化 

（ａ）酸化触媒の活性種高度化 

 PtPd/アルミナ触媒の活性向上に有効であった担体へ

の酸性酸化物の添加効果を Si 添加アルミナ担体に対し

て検討した。添加物種によってエージング処理後の活性

に向上が認められたが、改善程度はアルミナ担体の場合

ほど顕著ではなかった。一方、PtPd 触媒の調製過程に

おいて、水素還元処理を行うことにより活性が飛躍的に

向上することを確認した。 

（ｂ）酸化触媒の担体高度化 

 有望担体である Si 添加アルミナに関し、Si の添加量

の最適値が4wt%付近であることを明らかにし、この活

性向上の効果が塩基点減少に起因するものと推察した。

続いて、メソ孔径の影響を検討した結果、メソ孔径増大

に伴い、酸化活性が増大することがわかった。シミュレ

ーションの結果、このメソ孔径の効果には細孔内拡散が

影響しており、細孔径10nm 以下で顕著に現れることを

明らかにした。 

（ｃ）DPF 用触媒の高度化 

 DPF 用の AgPd 触媒の物性と活性に及ぼす担体不純

物の影響を検討した。900℃以上の高温焼成により Ag
は担体中の Cl と相互作用して、Ag と AgCl からなる二

相粒子を形成することがわかった。また、SiO2の影響

については、Ag が SiO2付近に存在し、低活性な

Ag/SiO2が形成されることが推測された。 

（２）ナノ粒子固定化触媒の開発 

 PtPd 複合ナノ粒子触媒の量産化を目的とした新規触

媒調製法を開発した。この方法により作製した触媒を評

価した結果、既存の方法で調製したナノ粒子触媒と同等

以上の耐熱性と触媒活性を示した。また、触媒調製のス

ケールアップを行い、他チームで開発した有望担体を使

用してハニカム触媒を大量調製し、実機試験を行った。

その結果、白金族使用量50%減の触媒においても、これ

までの使用量40%減の触媒と同等の性能を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］ディーゼルエンジン、排出ガス浄化触媒、

白金族低減、酸化触媒、ディーゼルパ

ティキュレートフィルタ 

 

［研 究 題 目］太陽エネルギー技術研究開発／太陽光発

電システム次世代高性能技術の開発／

CZTS 薄膜太陽電池の高効率化技術の研

究開発 

［研究代表者］太陽光発電工学研究センター 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の化合物薄膜太陽電池用材料として、希少金属

を含まないために安価に製造でき、かつ高い変換効率が



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(525) 

期待できる CZTS（Cu2ZnSnS4-xSex）が注目されてい

る。 

本研究の目的は、これまでに CIGS 系薄膜太陽電池

の高効率化に大きく寄与した Na 効果、禁制帯幅のダブ

ルグレーディング効果（深さ方向の組成分布）、溶液成

長バッファ層による効果を CZTS 系太陽電池において

検証し CZTS 薄膜太陽電池に最適なデバイス構造とプ

ロセスを確立し高効率化実現を目指すことである。 

 2012年度は高品質な CZTS 薄膜を成膜できると期待

される同時蒸着法により CZTS を成膜するための真空

蒸着装置を設計し導入した。その装置の特徴は、S およ

び Se の供給にラジカル源を利用していることである。

CZTS 系薄膜は、揮発性の SnSe への分解反応が顕著に

起こりやすく、特に同時蒸着法では400℃以上で Sn,Se
の蒸発が顕著に起こるために高温成長による高品質化が

困難であるという特徴を持つが、反応性の高い S およ

び Se ラジカルの導入により、この問題を克服すること

が可能となった。また、CZTS 太陽電池を試作して

9.1%の変換効率を達成した。その際に、CZTS 薄膜の

上に各種の薄膜を成膜する際の CZTS 薄膜の表面状態

が、太陽電池の性能に大きな影響を及ぼすことが明らか

となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体、CZTS 
 

［大 項 目 名］低炭素社会実現に資する有機系太陽電

池の開発（最先端研究開発支援プログラ

ム） 

［中 項 目 名］有機薄膜太陽電池の劣化機構の解明 

［研究代表者］吉田 郵司 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］吉田 郵司（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 有機薄膜太陽電池の実用化に資するため、高耐久化技

術を確立することを最終目的として、太陽電池特性の劣

化機構の解明を行っている。 

 本年度は、耐熱性の高い発電材料 PCDTBT とフラー

レン誘導体 PCBM を発電材料として用いた耐熱性の高

い太陽電池の熱劣化の要因解明と、作製環境クリーン化

による太陽電池の高効率・高耐久化を行った。 

 発電層として p 型高分子 PCDTBT と n 型有機半導体

PCBM を混合した素子は、p 型高分子材料としてポリ

チオフェン誘導体 P3HT を PCBM と組み合わせた素子

と比較して高効率である上に、熱耐久性が高いことが知

られている。耐熱性を決定する要因および熱処理による

構造最適化の指針を見出すことを目的とし、熱処理に伴

う相分離ドメイン構造の変化を微小角入射 X 線小角散

乱（GISAX）測定により解析し、光電変換特性の関係

性を評価した。まず、熱処理による膜内相分離構造の評

価を GISAX 測定により行った。得られた小角散乱曲線

をもとに、混合膜の相関長を見積もったところ、熱処理

温度の上昇に伴い相分離ドメインのサイズが増大した。

また PCDTBT:PCBM 薄膜表面の原子間力顕微鏡観察や

従来の報告から、PCDTBT:PCBM 混合膜の散乱プロフ

ァイルの変化は、熱処理による PCBM 分子の拡散・凝

集により、PCBM ドメインサイズが増大していること

に起因していると考えられる。一方、PCBM の可溶性

側鎖2付加体である bis-PCBM と PCDTBT を混合した

系では、ドメインサイズの大幅な変化が観測されなかっ

たことから、構成材料への置換基の導入が物性を変化さ

せるのみならず、熱によるドメイン構造の形成機構にも

影響を及ぼすことが明らかとなった。 

 有機薄膜太陽電池の作製環境における水分や酸素、異

物粒子などは素子の欠陥となる可能性がある。これらの

影響を避けるために、発電層のスピンコートから電極蒸

着までの作製工程をクリーン仕様グローブボックス-真

空蒸着装置連結型有機薄膜太陽電池作製装置で行った。

これを従来の作製環境で作製した素子の発電特性と比較

した。比較には、PTB7と C70フラーレン誘導体

[70]PCBM を混合して発電層とした高効率な素子を用

いた。エネルギー変換効率の平均値とばらつきを評価し

たところ、平均値は7.2%から8.5%へと向上し、さらに

標準偏差が0.71から0.31へと半減し、歩留まりの改善も

見られた。また、異物由来の構造欠陥も減少し、耐久性

も向上させることに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、有機半導体、劣化機

構、耐久性 

 

［研 究 題 目］高度秩序構造を有する薄膜多接合太陽電

池の研究開発 

［研究代表者］近藤 道雄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］坂田 功、高遠 秀尚、加藤 俊一、 

永井 武彦、金子 哲也、増田 淳、 

Svrcek Vladimir、Turkevych Ivan、 

菱川 善博、大谷 謙仁、仁木 栄、 

柴田 肇、石塚 尚吾、反保 衆志、 

小牧 弘典、牧田 紀久夫、菅谷 武芳、 

大島 隆治、松原 浩司、小西 正暉、 

吉田 郵司、原 浩二郎、甲村 長利、 

山成 敏広、大橋 昇、西村 久美子、 

鯉田 崇、松井 卓矢、齋 均、 

水野 英範、Kazaoui Said（以上、太

陽光発電工学研究センター）、 

橘 浩昭、赤坂 夢、水野 冬矢、 

永崎 洋、吉田 良行（以上、電子光技

術研究部門）、長谷川 達生（フレキシ

ブルエレクトロニクス研究センター）、

古部 昭広（計測フロンティア研究部
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門）、大古 善久（環境管理技術研究部

門）、蒲生 昌志、小野 恭子（安全科

学研究部門）（常勤職員33名、他8名） 

［研 究 内 容］ 

 40%を超える変換効率を目的として、最適なバンドギ

ャップを有する複数の高度秩序薄膜材料を新たに設計・

創製するとともに、波長選択型導電層を介した2端子メ

カニカルスタック太陽電池形成を目指す。光マネジメン

ト技術、二光子利用技術等についても検討を行う。本研

究開発は計13機関で共同実施するものであり、産業技術

総合研究所は8テーマを実施している。各サブテーマの

成果は以下のとおりである。 

Ⅰ-1-1：メカニカルスタック・デバイス化技術の開発 

 スマートスタック技術を目指して太陽電池接合技術の

開発を行っている。本年度は、すでに前期において提案

した導電性ナノ粒子配列を接合界面に導入した直接接合

技術において、形成条件等の改善を行い接合抵抗<2Ω

cm2、吸収損失<2%を達成した。本接合法の検証として、

GaInP/GaAs/InGaAsP-3接合 構造 を試 作し 、効率

22.5%を達成した。以上は、本プロジェクト中間目標を

満足する成果である。今後は、接合技術に関し量産性お

よび信頼性の検討を行い完成度向上をはかるとともに最

終目標効率（>30%）の達成を目指す。また、陽極接合

法を用いた単結晶シリコン／透明導電膜／ガラスから構

成される貼り合わせ基板がガラス基板上単結晶太陽電池

の基板として有効であることをヘテロ接合型太陽電池の

作製により確認した。 

Ⅰ-2-1：高度光利用技術の開発 

 高効率薄膜多接合太陽電池に向けた高度光利用技術を

開発に向け、本年度は昨年度に引き続き、(1)平坦型光

閉じ込め基板（FLiSS）の高性能化、(2)プラズモン利

用型光閉じ込め技術、の開発を実施した。(1)では、

FLiSS 構造の更なる高性能化に向けた光学解析を海外

研究機関と共同で実施した。その結果、形状・材料設計

を最適化することで、従来構造に較べ、薄膜シリコン太

陽電池の短絡電流密度を40%程度向上出来ることを明ら

かにした。これらの解析結果を元に FLiSS の高性能化

に取り組み、従来構造比で23%の近赤外感度向上を達成

した。また平坦化により開放電圧や曲線因子が改善する

ことも確認した。(2)については、制御可能なプラズモ

ン構造導入法としてスタンプ転写による銀ナノ構造作製

手法を開発し、薄膜シリコン太陽電池に適用して近赤外

感度向上を確認した。 

Ⅱ-1-1：SiGe 系薄膜ボトムセルの開発 

 分子線エピタキシー装置を用いた SiGe 単結晶成長技

術の開発を継続した。Si 基板と SiGe 薄膜層の間に挿入

する組成傾斜バッファ層技術をさらに高度化させ、任意

の高 Ge 組成（Ge～70%）の高品質 SiGe 薄膜（転位密

度105cm-2以下）の作製に適応可能な技術を構築した。

Ge 組成50%の単結晶 SiGe ヘテロ接合太陽電池は、吸

収端は理論計算値である約1eV に近い値を示し、変換効

率は前年度に比べて約1.5倍に向上した。単結晶 Ge 基

板の両面に水素化アモルファスシリコン（a-Si:H）薄膜

を有する両面ヘテロ接合型 Ge 太陽電池において、a-
Si:H 膜形成を最適化すると低抵抗基板でも短絡電流密

度が増加、変換効率が向上することを確認した。また、

ポストアニールで開放電圧、曲線因子が向上し、最適ア

ニール温度が200℃と Si 太陽電池よりも高温であること

を見出した。 

Ⅱ-2-1：有機単結晶材料ボトムセルの開発 

 本研究テーマでは、トラップや不純物の少ない高品質

な結晶性有機半導体材料を用いて、高性能な有機単結晶

材料ボトムセルの開発を行っている。セル特性向上のた

め、有機分子線蒸着法によるキャリアドーピング技術に

よる界面制御を行った。まず、n ドーパントの Mg およ

び p ドーパントの CuI を用いて、有機半導体膜の導電

率、仕事関数の精密制御を可能とした。次に、電極／有

機半導体界面へドーピングした pn 接合有機太陽電池を

作製した結果、短絡電流値で1.5倍、開放電圧で0.1V 増

加し、変換効率は0.8%から2.6%に改善した。これは界

面ドーピング層が、無機太陽電池で用いられている

Back surface field（BSF）層として機能していると考

えられる。更に、有機単結晶の Fission 現象を利用した

多重励起子による高効率太陽電池の開発に向けた原理検

証を行った。ルブレン単結晶の励起子生成から電荷分離

までを過渡吸収分光法等を用いて評価したところ、

Fission 過程は時定数10ps 程度、その後生成したトリプ

レット励起子のフラーレンへの電荷分離過程は時定数

300ns であり、Fission 現象を利用した有機結晶太陽電

池が動作可能であることを確認した。 

Ⅱ-3-1：ナノ材料系ボトムセルの開発 

本研究テーマでは、高純度半導体単層カーボンナノチ

ューブ（CNT）の大量抽出技術の開発と、半導体 CNT
における多重励起子や多重キャリア生成効果（MC 効

果）の実証を試みている。大量抽出技術では、単層

CNT 粉末の分散・分離、超音波・超遠心分離機の条件

を最適化し、半導体単層 CNT の純度99wt%、抽出率

30wt%を達成した。特に、今まで廃棄していた僅かに半

導体単層 CNT を含む沈殿物を回収し、再分散・再分離

することにより、高純度半導体単層 CNT の抽出率を向

上した。更に CNT の純度を向上させる為に、200℃、1

時間、真空中で加熱する事により、残留不純物（主に

PFO ポリマー）を取り除くことに成功した。MC 効果

の実証では、石英基板 /ITO/PEDOT-PSS/半導体

CNT/LiF/Al の太陽電池を作製し、Jsc，Voc，FF，変

換効率の光強度の依存性を調べた。半導体 CNT の1Eg
励起状態（1054nm）と2Eg 励起状態（660nm）の光強

度依存性を調べた結果、それぞれ約500mW、約100mW
以上の光強度で Jsc，Voc および変換効率が非線形に増

加することがわかった。 
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Ⅱ-4-1：強相関材料ボトムセルの開発 

 前年度までに確認に成功した分子化合物の優れた光電

特性を最大限に活用する方策を明らかにするため、まず

種々の分子化合物について光キャリアの拡散長を単結晶

横型素子により評価した。その結果、CT ギャップが大

きな材料で拡散長が大きくなる傾向を見出し、キャリア

拡散長の最大化と近赤外域の光電変換がともに可能な材

料選定指針を得ることに成功した。さらに多重電荷キャ

リア生成効果等を検証するため、フェムト秒レーザーに

よる超高速過渡吸収分光による検討を行い、その結果、

光励起後数十 ps で CT 励起子に緩和したのちに電荷キ

ャリアが生成することを明らかにした。さらに上記の優

れた光電特性を太陽電池の高効率化に結実させるため、

製膜が容易で分子化合物の類似系であるドナー・アクセ

プター型ポリマー系を用いた積層型素子を作製し、高い

光起電力効果を確認するとともに、CT 励起子の電荷分

離による光電変換が、分子化合物系と同様な CT ギャッ

プとの相関を示すことを明らかにした。 

Ⅲ-1-1：ナノ材料系トップセルの開発 

 ポリシランとフラーレンのブレンド膜に長鎖アルカン

を添加して作製した薄膜を加熱処理することにより、膜

構造の変化とともに吸収特性が向上することを明らかに

した。また、ケイ素化カルシウムから有機合成化学的手

法により合成した層状ポリシランを用いて、ウエットプ

ロセスにより作成した薄膜にパルス光照射することによ

り、バンドギャップ2eV を有する層状シロキセン構造を

有する薄膜を簡便に作成できる手法を見いだした。さら

に、有機合成的手法により合成したバンドギャップが

2eV であるオクタシラキュバン薄膜上にフラーレンを積

層したデバイスは、フラーレンのみで作成したデバイス

より、太陽電池の電流密度が向上することを明らかにし

た。 

Ⅲ-2-1：化合物系トップセルの開発 

 化合物系タンデムセルのトップセルとしてカルコゲナ

イド系とⅢ-Ⅴ族系の太陽電池の開発を行なっている。

カ ル コ ゲ ナ イ ド 系 で は 、 CuIn1-xGaxS2ySe2-2y

（CIGSSe）系ワイドギャップ太陽電池の研究開発をお

こなっている。三段階法（同時蒸着法）を用いて高 Ga
組成領域の CIGSSe 膜の作製を行い、傾斜した膜組成

構造の形成過程を明らかにした。また太陽電池を試作し、

電池特性の S/（S＋Se）比依存性や Na 効果を調査し、

低 Ga 組成領域との違いを示した。Ⅲ-Ⅴ族系セルとし

ては、固体ソース分子線エピタキシー法(MBE)を用い

て InGaP 成長技術を確立し、バンドギャップ1.9eV で

変換効率12%（ARC 無）を得た。また InGaP/GaAs2接
合太陽電池の作製に成功し、固体ソース MBE として初

めて、開放電圧2.3V、変換効率21.1%の高性能セルを

作製した。InGaP ベースの InGaAs 量子ドット太陽電

池については AR コート無しで変換効率10%を達成した。

また、InGaP 上にドット間4.5nm で InGaAs 量子ドッ

ト超格子を作製することに成功し、フォトルミネッセン

ス発光強度の励起光依存性からミニバンドが形成されて

いることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］薄膜多接合太陽電池、高度秩序構造、メ

カニカルスタック太陽電池、波長選択型

導電層、光マネジメント技術、多重エキ

シトン生成、二光子利用技術 

 

［研 究 題 目］発電量評価技術等の開発・信頼性及び寿

命評価技術の開発 

［研究代表者］菱川 善博（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、増田 淳、土井 卓也、 

加藤 和彦、高島 工、猪狩 真一、 

大谷 謙仁、大関 崇、津野 裕紀、 

石井 徹之（常勤職員10名） 

［研 究 内 容］ 

Ⅰ）発電量評価技術の開発 

① 太陽電池性能評価・校正技術 

a. 太陽電池性能評価技術 

(ⅰ)太陽電池実効性能評価技術の研究開発 

  光照射効果を含めた性能評価技術については、太

陽電池光照射装置等を用いて、各種薄膜太陽電池の

光照射において照度温度等の条件が及ぼす効果を検

討した。モジュール分光感度温度依存性測定技術開

発については、市販の結晶 Si 太陽電池モジュール

において、分光感度の温度依存性を測定することが

可能となり、今年度の目標を達成した。 

(ⅱ)屋外高精度性能評価技術の研究開発 

  屋外測定におけるスペクトルミスマッチ補正およ

び基準太陽電池の使用による高精度化技術を定量的

に検証した。短絡電流に関しては、全天日射計使用

した場合、太陽光の分光放射照度スペクトルの変化

や入射角度、太陽電池と日射計の応答時間の違いの

ため大きな誤差となり、また、分光放射照度スペク

トルを補正した場合、誤差は約±3%となり、太陽

電池と日射計、さらに分光放射計の応答時間の違い

による誤差が顕著となることが明らかとなった。一

方、日射計の代わりに基準太陽電池を使用した場合、

誤差は約±1%となった。また、モジュールの温度

測定や日射変動の影響に関わる高精度化の検討に着

手した。 

(ⅲ)各種新型太陽電池性能評価技術の研究開発 

  NEDO 開発品等約80サンプルの新型太陽電池性

能高精度評価を実施し、新たに開発される各種新型

太陽電池の高精度な性能評価に必要な技術を開発・

検証した。今後の発電量評価技術の高精度化に必要

な結晶 Si、薄膜 Si、多接合、CIGS 有機系太陽電

池を含む各種新型太陽電池の温度特性、照度特性を

測定し、照度特性については現状で太陽電池の材料
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構造そのものよりも、直列抵抗成分の大小が照度特

性に大きく影響していることを明らかにした。集光

型太陽電池性能技術については、米国 NREL との

比較測定による整合性を確認すると共に、更に高精

度化をはかるために、3接合太陽電池の分光感度、

照度依存性を含めた検討を開始した。また角度依存

性能評価を実施し、光学アラインメント、光束平行

度等の要因が Isc、FF 等の性能パラメータに及ぼ

す影響を明らかにした。 

b. 基準太陽電池校正技術 

(ⅰ)精密構造型 WRR 絶対放射計測技術の研究開発 

  これまでに開発した空洞型放射計に入射する放射

エネルギーを計測するための電源、シャッタ制御コ

ントロ－ラ、並びにデ－タ収集ソフトウェアを開発

し、これらの組み合わせによって精密構造型絶対放

射計の自動計測システムを完成させた。また、超高

温定点黒体炉をと精密輻射測定システム導入し、試

運転を開始した。 

(ⅱ)絶対分光感度法による一次校正技術に関する研究

開発 

スペクトルと均一性に影響を与えることなく、そ

の強度を広範囲で可変のバイアス光源を開発し、高

強度・高均一単色光照射機構との組み合わせによっ

て DSR 法による一次校正が実現可能となった。ま

た、主にレーザ光源を用いた新しい DSR 法へのア

プローチにとして光源切り替えステージ、分光器切

り替えステージ、均一照射光学系を開発し、これら

の組み合わせによってこれらの組み合わせによって、

可視域での絶対分光感度測定環境を構築した。 

(ⅲ)二次基準モジュールの校正精度の向上に関する研

究開発 

モンテカルロ・シミュレーションによる解析を含

む不確さ要因全ての解析を完了し、ソーラシミュレ

ータ法による基準モジュールの二次校正の最高校正

能力が1.1%（U95）であることを明らかにした。 

② 発電量推定と予測技術 

a. 発電量定格技術 

(ⅰ)発電量定格方式の研究開発 

産総研つくばセンターと九州センターに太陽電

池モジュール発電量計測システムを導入し、地域に

おける気象データから算出される発電量と I-V 特性

計測器で測定された発電量の比較を行い、p 型基板

結晶シリコン太陽電池の発電量は、単結晶・多結晶

共に±3%の精度で発電量を算出できることを明ら

かにした。九州センターに、高効率単結晶シリコン

太陽電池等の導入工事を行い、太陽電池アレイ発電

量計測システムを8種類10型式50kW まで拡張した。

発電量定格 IEC61853の審議を通じ、研究成果の国

際標準化を図る。 

b. 発電量予測技術 

(ⅰ)分散・広域発電量推定技術の研究開発 

  PV システムの発電予測における、予測された気

象パラメータおよび日射量データを日射量／発電電

力量に変換する技術開発の検討を行った。SVM を

ベースとした技術開発を行った。また広域予測の基

礎検討を行った。 

(ⅱ)気象パラメータ予測技術の研究開発 

  気象庁で現業運用されているメソ数値予報モデル

による日射予測の地域、季節に関して予測精度の検

証を行った。またモデル改良を開始して、モデル改

良に着手した。 

Ⅱ）信頼性評価技術と長寿命化技術の開発 

① モジュール・機器耐久性評価技術 

(ⅰ)新加速試験技術の研究開発 

(ａ)4セル（40cm 角）のミニモジュールで、逆バイ

アス定電流試験の結果、負荷条件の検討において、

特定のセルで降伏破壊が起こることを確認した。ま

た、4セルモジュールでの降伏破壊はセル1枚当たり

48W 程度で起こっており、単セルモジュールでの

試験結果（降伏破壊の閾値は100～110W）に比べて、

4セルモジュールではより低い負荷レベル（セル1枚

当たり）で起こることが分かった。そこで、セル間

隔の異なる（2、5、10、20mm）サンプルを作成し、

試験を行った結果、セル間隔を大きくすると降伏破

壊が起こるまでの時間が長くなることが分かり、セ

ル間隔を10mm 以上とした場合は、降伏破壊は起

こらなかった。いずれの場合も PV 特性の低下は見

かけの Rsh 特性の劣化によるものが主であった。 

(ｂ)加重・抜重方式の試験を、粘弾性特性の異なる封

止材（EVA）を用いた3セルモジュールを試作し、

試験を行った。その結果、粘弾性が高い封止材を用

いたものほど、Pm の低下が大きく、低温域で劣化

が進行することが分かった（4.5秒×10万回で Pm
低下3%弱）。また、インターコネクタのピール強度

が異なるセルストリングを用いた3セルモジュール

で急速温度サイクル試験を実施した結果、300サイ

クルでインターコネクタに沿って EL 暗部が発生

（Pm は2%程度低下）したがその後暗部はほとん

ど見られなかった。これら試験方式では試験時間の

大幅な短縮が見込めないため、今後は、温度サイク

ル試験を加速する試験法として、3点式（あるいは4

点式）の機械式曲げサイクル方式を検討することと

した。 

(ⅱ)モジュール内水蒸気浸入経路調査方法の研究開発 

  太陽電池モジュールの寿命・信頼性に影響を与え

ると考えられる水蒸気のモジュール内への浸入経路

を明確化するとともに、浸入量を定量化可能な技術

を開発し、太陽電池モジュール部材の設計指針を見

出すことを目標に研究を進めた。 

微量の水蒸気と反応するカルシウム蒸着膜を太陽
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電池モジュール内に組み込むことができる世界で初

めての装置を構築し稼働を開始した。カルシウム蒸

着膜を組み込んだテストモジュールを用いることに

より、太陽電池モジュール内への水蒸気の浸入経路

を可視化することに成功した。 

さらに、水蒸気透過率の異なる様々なバックシー

トを用いることにより、結晶シリコン系太陽電池に

おいては、水蒸気そのものが直接的な劣化要因にな

るのではなく、封止材に用いられているエチレン-

酢酸ビニル共重合体と水蒸気の反応により生成する

酢酸が太陽電池の電極部分を腐食させ、直列抵抗が

増大することが劣化のメカニズムであることを解明

した。また、薄膜シリコン系太陽電池においては、

酢酸に加えて水蒸気そのものが劣化要因となること

も見出した。これらの結果から、太陽電池の種類毎

に封止材やバックシートに必要とされる特性が明確

化され、これらの部材の設計指針が示された。 

② システム点検技術 

a. オンサイト発電性能点検技術 

  システム点検技術に関して、システム全体とモジ

ュール個別の電流－電圧を同時計測可能な実証設備

を利用して、線形内挿法を応用したオンサイト点検

技術の検証を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、環

境、性能評価、信頼性評価、システム 

 

［研 究 題 目］太陽エネルギー技術研究開発／革新的太

陽光発電技術研究開発（革新型太陽電池

国際研究拠点整備事業）／高効率集光型

太陽電池セル、モジュール及びシステム

の開発（日 EU 共同開発）／集光型太陽

電池セル、モジュールの標準測定技術の

開発（WP4） 

［研究代表者］菱川 善博（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］菱川 善博、大谷 謙仁、高島 工、 

西 大輔（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

① 集光型太陽電池セル評価技術 

 屋内性能評価において、各集光倍率（約40suns～
700suns）によって分光放射照度の面内均一性（約

6.5cm 角内）が異なることを確認した。この効果を

詳細に確認して補正することにより、集光型太陽電池

評価精度の改善が可能なことが明らかになった。 

 EU 研究機関（Fraunhofer ISE）との第1回ラウン

ドロビン測定を実施した。2種類の集光型3接合太陽電

池セル(GaInP/GaAs/Ge 及び GaInP/GaAs/InGaAs）
の性能パラメータについて、照度1sun 下では絶対値

1.8%以内、集光下では相対値5%以内の一致であった。

差の要因の一つとして考えられる上記分光放射照度等

について詳細な評価・解析を実施することで来年度さ

らなる高精度化を図る。 

② 集光型太陽電池ミニモジュール評価技術 

 ミニモジュール評価用ソーラシミュレータのスペク

トル調整フィルターにより各要素セルにおける光電流

バランス（基準太陽光スペクトル下における値とソー

ラシミュレータ光下における値の相対値）を、2種類

の集光型3接合太陽電池（GaInP/GaAs/Ge, GaInP/ 
GaAs/InGaAs）について±2～3%以内に調整できる

ことを確認した。今後更にフィルターを最適化してス

ペクトル合致を向上させる。ミニモジュール受光面に

おける照度の入射光角度特性を屋内外環境にて実測し

た。入射光角度がミニモジュールの短絡電流に及ぼす

影響：約1.7%程度と評価し、補正の可能性を示した。 

 集光型3接合太陽電池ミニモジュールについて IV
特性の予備的な屋内外比較測定を実施し、各性能パラ

メータ（Isc, Voc, Pmax, FF）において2～3%以内の

測定結果の一致を得た。日射変動・追尾誤差等の屋外

環境特有の不確かさ要因の解析を含め、来年度さらな

る検証を図る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、1

環境、性能評価、集光型、信頼性評価、

システム 

 

［研 究 題 目］新エネルギー技術研究開発／新エネルギ

ーベンチャー技術革新事業（太陽光発

電）／太陽電池アレイ故障診断技術の開

発 

［研究代表者］近藤 道雄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］高島 工、大谷 謙仁（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業は、太陽光発電システム（PV システム）の直

流側である太陽電池アレイについて、アレイ中の不具合

モジュールを発見し、その不具合モジュールの位置を特

定する技術および装置を開発するものである。また、

PV システムの故障診断システムを構築し、これを用い

たビジネスプランを策定し、実用に供することを目的と

する。 

 初年度（平成22年5月まで）は、技術の確立とプロト

タイプ開発を行った。また、開発製品の要求性能・販売

価格等を検討し、事業化に向けたビジネスプランを策定

した。2年目（平成23年5月まで）は、プロトタイプの製

作等、事業化に向けて必要となる技術開発を実施した。

最終年度（平成24年5月まで）は、携帯型検査装置の製

品化に向け数多くのフィールドテストを実施し、その結

果を基に精度向上と機能拡張を行うとともに、策定した

ビジネスプランに基づき、事業展開・サポート体制を検

討した。 



研 究 

(530) 

 事業最終年度はプロタイプ機の不具合検出能力の検証

を行うことを目的として、既存技術（電圧測定、赤外線

カメラによるモジュール発熱観察、IV 特性計測）およ

びプロトタイプ機による不具合検出の比較測定実験を行

った。産総研内 PV システムおよび運転開始後10年程度

たっている PV システムのオンサイト測定を通して、本

技術による不具合検出レベルの限界を特定するとともに、

どういう種類の不具合は検出可能か、本技術のみでは検

出が難しい不具合は何かを確認し、本装置を市場に投入

する際にユーザー（施工業者、メンテナンス業者）が適

切に使用できるための情報を整理した。また、ユーザー

に提供するにあたってのハードウェア・ソフトウェアの

課題を整理した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電システム、太陽電池アレイ、

故障診断技術 

 

［研 究 題 目］超高効率色素増感太陽電池を目指した新

規増感色素の探索（有機薄膜太陽電池の

劣化機構の解明） 

［研究代表者］杉原 秀樹（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］杉原 秀樹、佐山和弘、北尾 修、 

草間 仁、小野澤 伸子、舩木 敬、 

小西 由也、春日 和行 

（常勤職員6名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 色素増感太陽電池の超高効率実現のためには、従来型

ルテニウム錯体や酸化チタンに代わり、赤外光まで効率

良く利用するための革新的な材料開発を進めることが必

須である。特に赤外光領域の小さなエネルギーの光を利

用する場合、電子移動のためのポテンシャル差を大きく

取ることが出来ないので、材料固有のエネルギー準位が

非常に重要になる。高効率実現のためには、電子移動が

十分速く起こるぎりぎりのエネルギー差をもつよう材料

を組み合わせる必要があり、様々なポテンシャルをもつ

多種類の材料情報をもつことが重要である。本研究題目

では、新規増感色素の探索を行い、色素やそれ以外の半

導体・電解液材料等について、基本的な情報を系統的に

収集することで超高効率光電変換デバイス実現に貢献す

ることを目的として研究を実施している。平成24年度は

独自に開発した、色素増感太陽電池として世界最高レベ

ルの変換効率を示す、テルピリジントリカルボン酸とフ

ェニルピリミジン誘導体を配位子とするシクロメタル化

ルテニウム錯体色素の分子構造と性能の関連について、

フェニルピリミジン配位子に電子吸引性基であるトリフ

ルオロメチル基を位置と数を変えたものを合成し詳細な

検討を行い、従来十分な情報がなかった電子を失った色

素が再生される過程に必要なヨウ素レドックスとのエネ

ルギー差について明らかにし、今後の分子設計への指針

を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］太陽電池、有機系、ルテニウム、色素増

感 

 

［研 究 題 目］エネルギーITS 推進事業／協調走行（自

動運転）に向けた研究開発 

［研究代表者］加藤 晋（知能システム研究部門） 

［研究担当者］加藤 晋、橋本 尚久、津川 定之 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 運輸部門のエネルギー・環境対策として、省エネルギ

ー効果の高い ITS（Intelligent Transport Systems）技

術による「渋滞半減を目指すクルマネットワーク化社会

システム」および「物流効率倍増を目指す自動制御輸送

システム」の実現が期待されている。これらの実現には、

高度なエコドライブを可能とする自動運転と、空気抵抗

を低減するために複数の貨物車両が接近して走行する隊

列走行の技術開発が重要である。そこで本事業では、自

動運転・隊列走行に必要とされる要素技術および省エネ

運転制御技術を研究開発すると共に実車による実証実験

を実施し、実用技術の開発を目指している。産業技術総

合研究所は、自動運転・隊列走行システムの安全性とヒ

ューマンマシンインターフェース（HMI）に関する研

究開発を行い、実車検証および受容性評価等を行った。 

 本年度は、最終年度にあたり、自動運転および隊列走

行の欧米の関連技術、実道検証、法制度、安全性・信頼

性等の課題解決の取組を調査しまとめを行った。また、

円滑なマニュアル運転から隊列自動運転への遷移や隊列

形成支援、高い受容性を目的とした、車内・車外の情報

提示のための隊列走行システムの HMI を開発し、受容

性評価を行い、最終目標である被験者の3分の2以上の受

容性を確認した。協調型アダプティブクルーズコントロ

ール（CACC）システムに対しては、実用化を目指した

高い操作性、覚醒度の維持を目的とした HMI を開発し、

実車の受容性評価から状態理解や操作性に対し3分の2以

上の受容性を確認した。さらに、隊列走行システムの安

全確保のための隊列内の故障等による衝突衝撃吸収バン

パを世界で初めて開発し、衝突実験により被害低減の目

標を満たすことを示した。上記の HMI や衝撃吸収バン

パは実証実験車両に搭載され、最終成果報告として行っ

た H25.2月末の「自動運転・隊列走行デモ2013 in つ
くば」において、最終目標であった車間距離4m、車速

80km/h の大型トラック4台での隊列走行の実現に貢献

した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］自動運転、隊列走行、安全性・信頼性、

受容性、HMI（ヒューマンマシンイン

ターフェース）、衝撃吸収バンパ 
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［研 究 題 目］生活支援ロボット実用化プロジェクト、

生活支援ロボットの安全性検証手法の研

究開発 

［研究代表者］大場 光太郎（知能システム研究部門） 

［研究担当者］大場 光太郎、本間 敬子、中坊 嘉宏、

尾暮 拓也、水口 大知、藤原 清司、

花井 亮、松本 治、安達 弘典、 

堀内 英一、加藤 晋、岩田 拡也、 

橋本 尚久、角 保志、神徳 徹雄、

Geoffrey BIGGS、安藤 慶昭、原 功 

（常勤職員18名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発は、介護・福祉、家事等の生活分野への適

用が期待されている生活支援ロボットの中でも産業化が

期待されるロボットとして、移動作業型（操縦が中心）、

移動作業型（自律が中心）、人間装着（密着）型、搭乗

型の4タイプを対象に研究開発実施者と密接に連携しな

がら機械・電気安全、機能安全等に係る試験を行い、安

全性等のデータを取得・蓄積・分析し、具体的な安全性

検証手法を確立することを目的としている。以下に今年

度産総研で実施した研究内容について報告する。 

① リスクアセスメント手法の開発 

 生活支援ロボットの安全性に関するデザインレビュ

ーを行うために必要なシミュレーション環境について、

前年度計画の技術評価結果に基づき、ロボット想定ユ

ーザの拡充などの改良を実施した。 

② 機械・電気安全、機能安全等ロボットの安全性試験

評価方法の開発 

 静的安定性試験、平行2輪型搭乗型ロボット走行安

定性試験、装着型・移動型ロボットの耐久性試験、障

害物（移動・静止）検知・対応試験については、前年

度までに作成した試験・評価手法案に基づいて、ロボ

ット研究開発実施者から提供されたロボットや類似の

市販ロボットを用いて試験データを取得し、その結果

を試験・評価手法および手順書案に反映した。外界セ

ンサの環境認識性能試験に関しては、人工太陽灯をは

じめとする各種外乱光源の多点照度を計測するための

システムなどを開発した。さらに、以上のすべての試

験に関して、安全試験方法規格の草案を作成し提案し

た。 

 機能安全に関しては、搭乗型ロボットの安全関連制

御系を題材として機能安全システムの模擬開発を実施

し、機能安全技術基準への適合方法の一例を提示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］生活支援ロボット、安全、認証、機械安

全、機能安全 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素冷媒で作動する圧縮吸収ハイ

ブリッドサイクルの研究開発 

［研究代表者］金久保 光央（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］金久保 光央、牧野 貴至、増田 善雄、 
新妻 依利子、小国 敦博 
（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 冷凍空調機の冷媒は、ハイドロクロロフルオロカーボ

ン（HCFC）から代替フロンに切り替わったが、これら

は極めて大きな温室効果を持つため、排出抑制が求めら

れている。特に、業務用空調分野では地球温暖化係数

（GWP）が低く、不活性な冷媒の実用化が望まれてい

る。本研究では、CO2冷媒の優れた吸収特性をもつイオ

ン液体を用いた圧縮／吸収ハイブリッドサイクルを構築

し、省エネ性が高い自然冷媒空調機の開発を目的とする。

空調機に適したイオン液体の探索、機器設計に必要なイ

オン液体の物性計測、サイクルシミュレーション等によ

る性能評価を行い、イオン液体を吸収液とした圧縮／吸

収ハイブリッドサイクルの技術開発を行う。 

 モデル物質として1-ブチル-3-メチルイミダゾリムビ

ス（トリフルオロメタンスルホニル）アミドを採り上げ、

圧縮／吸収ハイブリッドサイクルの評価を行ったところ、

現行のフロン系冷媒と比較して性能が低く、さらに吸収

量に優れたイオン液体の開発が求められた。平成24年度

は、新たに二種のイオン液体を選定・開発し、これらの

CO2吸収特性を調べた。サイクル運転条件において、

CO2吸収量、エンタルピー、及び粘性率を推算可能な相

関式を提案した。これらのイオン液体を用いることで、

現行のフロン系冷媒のサイクルと同等以上の空調性能が

発揮されることがプロセスシミュレーションにより示唆

された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］脱フロン、二酸化炭素、イオン液体、ガ

スヒートポンプ 
 

［研 究 題 目］新エネルギー技術研究開発／バイオマス

エネルギー等高効率転換技術開発 

（先導技術研究開発）／酵素糖化・効率

的発酵に資する基盤研究 

研究開発項目 iv)：高効率 C6・C5発酵

に資する遺伝子情報の獲得 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一、扇谷 悟、森田 直樹、 

藤森 一浩、佐原 健彦 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

概 要: 
 本研究では、セルロース系バイオマスの酵素糖化液中

に共存する C6・C5混合糖からのエタノールへの高効率

な変換ため、エタノール生産酵母に求められる特徴であ

る耐酸性・耐熱性・キシロース代謝速度の向上に関わる

遺伝情報の獲得を目的としている。 
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 耐酸・耐熱性に関わる遺伝情報の獲得については、基

準株（NAM34-4C 株）を酸性条件または高温条件で連

続培養することで、熊本大学によって作出された基準株

由来耐酸性向上変異株（SC-iso-Kan-12-B3、SC-iso-
Kan-12-C3株）および基準株由来耐熱性向上変異株

（SCi15-8A 株）について、次世代シーケンシング技術

による全ゲノムシーケンシングおよび変異解析を行った。

その結果、各変異株の変異情報を網羅的に取得すること

ができた。これらの変異情報およびこれまでの変異解析

により蓄積した変異情報を合わせて利用することで、耐

酸性・耐熱性向上に関わる原因変異候補の情報を獲得す

ることに成功した。 

 キシロース代謝速度向上に関わる遺伝子情報の取得に

ついては、崇城大学によって作出された6株の基準株由

来キシロース代謝向上変異株のうち、未解析の3株につ

いて、次世代シーケンシング技術を用いた全ゲノムシー

ケンシングおよび変異解析を行った。その結果、各変異

株においていずれも約1,000カ所の変異を網羅的に同定

することができた。各変異株の系統を考慮した論理プロ

グラミングによる比較変異解析を行った結果、それぞれ

の変異株においてキシロース代謝向上に関わると予測さ

れた原因変異を数個まで絞り込むことに成功した。これ

らの原因変異情報を崇城大学に提供し、原因変異候補の

親株への導入によって検証が行われた結果、基準株由来

キシロース代謝向上変異株のすべてにおいて原因変異を

特定することに成功した。また、キシロース代謝3遺伝

子（XR, XDH, XK）発現系の改良を目的として、本改

良に必要な新規プロモーターの取得のため、本発現系を

導入した実用酵母株を用いて、YPDX 培地および実バ

イオマス糖化液などを用いて発酵試験を行うと共に、発

酵中の遺伝子発現情報を次世代シーケンサーによる

RNA-seq 解析によって網羅的に取得した。その結果、

培地中のグルコース枯渇後のキシロース代謝フェーズに

おいて発現誘導される遺伝子を特定することができ、こ

れらの遺伝子プロモーターを利用することで、キシロー

ス代謝3遺伝子発現系を改良することができた。 

研究テーマ 
1. 耐酸・耐熱性遺伝子情報の取得 

2. C5代謝遺伝子情報の取得 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］エタノール、キシロース代謝、耐酸性、

耐熱性、酵母 

 

［研 究 題 目］新エネルギー技術研究開発／バイオマス

エネルギー等高効率転換技術開発 

（先導技術研究開発）／酵素糖化・効率

的発酵に資する基盤研究 

研究開発項目 vi)：革新的糖化酵素の創

成 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］宮崎 健太郎、矢追 克郎、内山 拓、 

木村 信忠（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

概 要: 

 Trichoderma reesei が生産する糖化酵素中の成分

酵素よりも良い機能を示す他の微生物由来の成分酵素・

タンパク質を探索・収集・評価し、最適な成分酵素を最

適な比率で含有する糖化酵素（革新的糖化酵素）を生産

する Trichoderma 属を造成するとともに革新的糖化酵

素の安価な大量生産法を開発する。 

１）メタゲノムを用いたバイオマス糖化関連酵素の探索 

 Trichoderma 酵素系に添加効果を示す糖質関連酵

素をメタゲノム手法等により徹底的に探索し、一次選

抜された酵素について様々な糖化条件で二次選抜を行

い、有用酵素を絞りこんだ。その結果、新たに5種類

の酵素（ヘミセルラーゼ3種類、グルコース耐性β-グ

ルコシダーゼ2種類）が Trichoderma 酵素系に添加効

果を示すことを見いだした。グルコース耐性β-グル

コシダーゼについては、進化分子工学的手法による機

能改変とグルコース耐性の分子メカニズムの解明を目

的に研究を行った。その結果、グルコース感受性の変

化、発現効率や活性の向上、基質特異性の変化など、

様々な種類の変異体を多数獲得し、機能向上と分子メ

カニズム解明に大きな手がかりを得た。 

２）環境メタトランスクリプトーム解析によるバイオマ

ス糖化酵素の探索 

 実バイオマスを用いたメタトランスクリプトーム解

析による成分酵素の遺伝情報の検出を実施するために、

実バイオマスの前処理物である爆砕処理したスギ、希

硫酸、または苛性ソーダ処理を行った稲ワラを炭素源

として集積培養系を構築した。苛性ソーダ処理を行っ

た稲ワラを炭素源とした集積培養系において真菌が活

発に活動しており、糖化酵素を産生していることを示

すデータが得られたことから、苛性ソーダ処理イナワ

ラを炭素源とする培養液（30℃で培養したものと50℃

で培養したもの）から Total RNA を抽出して、真核

生物由来の mRNA の精製と cDNA 合成を行い、次世

代シーケンスサーによる塩基配列の決定と糖化酵素遺

伝子情報の検索を実施した。一方、成分酵素を評価チ

ームへ提供することを目的に、平成20-22年度の成果

として得られた結晶化セルロースを添加した土壌のメ

タトランスクリプトーム解析のデータから、糖化酵素

の遺伝情報を検出し、大腸菌による発現系の構築と酵

素評価を実施した。結果として、10種類の酵素・遺伝

子に関する発現系の構築を実施し、評価チームへの提

供を行った。 

研究テーマ 

1. メタゲノムを用いたバイオマス糖化関連酵素の探索 

2. 環境メタトランスクリプトーム解析によるバイオマ

ス糖化酵素の探索 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］セルラーゼ、ヘミセルラーゼ、メタゲノ

ム、メタトランスクリプトーム、進化工

学 

 
［研 究 題 目］新エネルギー技術研究開発／バイオマス

エネルギー等高効率転換技術開発 

（先導技術研究開発）／酵素糖化・効率

的発酵に資する基盤研究 

研究開発項目 iv)：高効率 C6・C5発酵

に資する遺伝子情報の獲得 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一、扇谷 悟、藤森 一浩、 

佐原 健彦（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

概 要: 

 本研究では、リグノセルロース系バイオマスの酵素糖

化液中に共存する C6・C5混合糖からのエタノールへの

高効率な変換ため、エタノール生産酵母に求められる特

徴である耐酸性・耐熱性・キシロース代謝速度の向上に

関わる遺伝情報の獲得を目指している。 

 エタノール生産酵母の耐酸性・耐熱性を向上させる遺

伝子情報の獲得のため、熊本大学によって作出された耐

酸性株・耐熱性株とその育種に用いた株の比較ゲノム解

析を行い、各株の系統関係を考慮した比較変異解析を行

った結果、耐酸性変異株については84種類、耐熱性変異

株については49種類の遺伝子にアミノ酸レベルでの変異

が生じており、それら変異遺伝子が各耐性に関わる可能

性が示唆された。これらの変異遺伝子を実験室酵母に導

入した発現ライブラリーをそれぞれ構築し、酸性培地も

しくは高温条件での培養によって生育が改善される株の

スクリーニングを行った結果、耐酸性の向上に関わる変

異遺伝子を4種類、耐熱性の向上に関わる変異遺伝子を3

種類、それぞれ同定することに成功した。 

 また、キシロース代謝速度を向上させる遺伝子情報の

獲得を目的として、崇城大学によって作出されたキシロ

ース代謝向上変異株の次世代シークエンシング技術によ

るゲノム解析を行った。その結果、各変異株において約

1,000ヶ所の SNP を網羅的に同定することができ、さ

らに、各変異株の系統関係を考慮に入れた比較変異解析

により、数箇所の遺伝子領域および転写制御領域におけ

る変異がキシロース代謝向上に関わっている可能性が示

唆される結果を得ることに成功した。また、エタノール

生産酵母における効率的なキシロース代謝に重要な3種

類の酵素（キシロース還元酵素 XR、キシリトール脱水

素酵素 XDH、キシルロースリン酸化酵素 XK）の適切

な発現に必要な発現ベクターをそれぞれ構築した。構築

したキシロース代謝遺伝子群発現系を実用酵母株へ導入

した結果、従来型のキシロース代謝遺伝子群発現系を導

入した場合と比較して、本発現系を導入した株では、よ

り高いキシロース代謝能を有する株を得ることに成功し

た。 

研究テーマ 

1. 耐酸・耐熱性遺伝子情報の取得 

2. C5代謝遺伝子情報の取得 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］エタノール、キシロース代謝、耐酸性、

耐熱性、酵母 

 

［研 究 題 目］早生樹からのメカノケミカルパルピング

前処理によるエタノール一貫生産システ

ムの開発 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 

セルロース系エタノール革新的生産シス

テム開発事業 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］矢野 伸一、遠藤 貴士、石川 一彦、

星野 保、美濃輪 智朗、李 承桓、 

村上 克治、井上 宏之、松鹿 昭則、

藤井 達也、岩本 伸一朗、石黒 真希、

五島 徹也、喜多 晃久、山本 茂弘 

（常勤職員11名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 バイオ燃料技術革新計画における技術革新ケースの実

現に向けたエタノールの一貫製造プロセスの構築を目標

とする事業の中で、プロセス最適化のための前処理、糖

化酵素、発酵微生物に関する基盤研究と、経済性、温室

効果ガス（GHG）排出量削減効果等についての LCA 評

価を行った。 

 前処理技術の基盤研究では、アルカリ添加水熱処理に

おけるアルカリ種（亜硫酸ナトリウム、水酸化カルシウ

ム、水酸化ナトリウム）とその添加量、および水熱処理

温度の検討を行い、20wt%アルカリを添加した150℃以

上の処理では、アルカリ種による影響は少なく、処理温

度170℃で最も高い糖化率が得られることを明らかにし

た。また高い糖化率を与える前処理物の特性の解析を行

い、ヘミセルロースやリグニンの量は重要でなく、機械

的処理によりナノサイズにほぐして比表面積を増大させ

ることが最も重要であることを明らかにした。 

 糖 化 酵 素 に 関 し て は 、 セ ル ラ ー ゼ 高 生 産 菌

Acremonium cellulolyticus の遺伝子破壊技術を新たに

開発し、これを用いて転写因子である cre1遺伝子を破

壊することにより、セルラーゼ生産性の向上に成功した。 

発酵については、同時糖化発酵に適した高温性酵母

Issatchenkia orientalis のキシロース代謝能を改変する

ため、この酵母のゲノム情報を用いたキシロース代謝系

遺伝子のクローニング、発現プロモーターの検討、発現

プラスミドの構築などの基盤的研究を実施した。また I. 
orientalis 由来のショットガンライブラリーを構築して、
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発酵阻害物質耐性に関与する遺伝子の探索を行った。 

 LCA 解析では、集約型植林、分散型植林およびエタ

ノール製造設備の新設独立型、パルプ工場併設型の各モ

デルについて経済性、GHG 排出量削減効果の解析・評

価を実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、メカノケミカル処理、

エタノール発酵酵母、酵素糖化、プロセ

スシミュレーション 

 

［研 究 題 目］高速合成・評価法による蛍光ランプ用 

蛍光体向け Tb，EU 削減技術の開発 

［研究代表者］赤井 智子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］赤井 智子、李 佳龍、三原 敏行、 

山下 勝、木内 美紀子、松本 佐智子、 

今村 俊徳、村上 方貴、重田 照明、 

義本 徳子、今野 可菜絵 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 蛍光ランプの保護膜に使用可能な高輝度の発光シリカ

を作製することを目的として研究を行う。昨年度まで作

製したシリカを分散、塗布する手法を検討し4-6µm 程

度塗布したところ10µm 厚の蛍光体の30-35%の輝度を

示した。ガラス管表面に適切な形状の凹凸パターンを形

成する技術を開発することで、ガラスからの光の取り出

し効率を10%以上高める技術の開発を実施した。本年度

は、ゾル塗布後の乾燥時間を数週間程度と長くすること

で、平面で50×60mm 以上の面積で、若干の欠陥はあ

るものの膜が形成できることがわかってきたが、実用性

に欠けるため、ポリエチレングリコールを加えることを

検討し、その結果、乾燥時間が短縮できることがわかっ

た。また、企業からの工程内回収品の分離試験を実施し

た。さらに、市中回収の廃蛍光体を入手し、分離試験を

行った。市中回収品については適性な洗浄工程を経て、

3～4回程度分離を繰り返せば、90%以上の純度の緑色蛍

光体 LaPO4（Ce, Tb）（LAP）分離可能であり、蛍光

強度も新品の LAP の96-100%まで回復することが明ら

かになった。ランプメーカーにこれらの蛍光体を提供し、

ランプ試作を行い性能評価を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］蛍光体、希土類、ナノインプリント、蛍

光、シリカ 

 

［研 究 題 目］「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業／

革新型蓄電池先端科学基礎研究開発」 

［研究代表者］辰巳 国昭 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］辰巳 国昭、栄部 比夏里、竹内 友成、 

松本 一、鹿野 昌弘、小林 弘典、 

佐野 光、作田 敦、蔭山 博之、 

城間 純、香山 正憲、秋田 知樹、 

田中 真吾、藤原 直子、五百蔵 勉、 

永井 つかさ、田口 昇、森垣 健一、

菊園 康雄、松本 亮子、太田 静生、

横田 秀則、奥本 めぐみ、吹谷 直美、 

（常勤職員16名、他8名）、 

共同研究者（常駐）3名 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、革新型蓄電池先端科学基礎研究事業の研究

開発項目の一つである「材料革新」について、リチウム

イオン電池のエネルギー密度の向上並びに長寿命化・高

度信頼性の同時達成のための高電位正極および高容量負

極の材料の革新に資する指針の提案を示すものである。 

 平成24年度は、革新的にエネルギー密度の高い電池の

構築を目指し、京大拠点の革新電池グループと連携して

硫黄系正極材料の開発と亜鉛－空気電池の空気極の開発

に取り組み、合金負極の開発も行った。さらに前年度に

選定した被覆材料（LiNi1/3Mn1/3Co1/3O2母材を中心に）

および被覆手法により被覆した正極材料につき、引き続

き被覆効果の検証と、正極／電解質界面での副反応抑制

機構の解明を目標とした。 

 硫黄系正極材料として、硫黄含有量を極力増やした金

属との複合化物の合成を行い、非晶質のチタンの硫化物

について、充放電可能で電圧範囲の制御により高容量か

つ多硫化リチウムの溶出の殆どない材料を見出した。空

気電池については、ペロブスカイト構造を有する触媒と

炭素に替わる安定な担体の開発を行いアルカリ性電解液

中での適用可能性を見い出し、更に複合化のための手法

の開発を進めた。合金負極については有限要素法による

計算を行い、充放電中にクラックが生じない電極構造の

設計をさらに進めた。正極／電解質界面の高度安定化に

関しては前年度までに行っていた Al 酸化物に加え乾式

または湿式に分類される複数の方法で Zr 酸化物の被覆

を行い、Al の場合と同様に電極特性と特に高温での劣

化試験における電極活物質表面・内部の変化の関係を調

べ、粒子内部の結晶方位の大きく異なる一次粒子間のク

ラック発生と劣化率には大きな相関があることを確認し

た。被覆の効果発現メカニズムを調べるため、完全被覆

と見なせない少量での被覆を湿式にて行った。この場合

にも被覆による容量劣化の低減が確認され、今後表面状

態の分析をさらに進める。また分析電子顕微鏡を駆使し、

Co 共存下では初めて、正極活物質粒子内の Li 濃度のマ

ッピングを EELS スペクトルの解析により行った。そ

の手法により被覆物の違いによる被覆状態の差を明らか

にした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、リチウムイオ

ン電池、革新電池、正極、負極、界面、

自動車、硫黄、空気電池 
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［研 究 題 目］固体高分子形燃料電池実用化推進技術開

発／研究開発項目①「基盤技術開発」 

テーマ b 定置用燃料電池システムの

低コスト化のための MEA 高性能化 

②高濃度 CO 耐性アノード触媒開発 

［研究代表者］山﨑 眞一 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］山崎 眞一、八尾 勝、前田 泰、 

竹田 さほり、五百蔵 勉 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、CO を低過電圧で電極酸化できる Rh-ポ
ルフィリン錯体を開発し、この錯体と Pt-Ru 触媒とを

複合化させることにより高濃度 CO 耐性アノード触媒を

開発することを目標とした。本年度は、スケールアップ

した触媒調製法についての検討と、高耐久化を見据えた

錯体系触媒の劣化要因の検討を行った。 

 通常の錯体触媒と Pt-Ru 触媒とを複合化させる手法

では、スケールアップした際に、錯体が Pt-Ru 触媒粒

子を被毒し、逆に触媒活性が低下してしまうという問題

が起こりやすくなる。そこで本研究ではスケールアップ

しても触媒活性が落ちないように、担持条件（濃度や溶

液調製条件）を最適化した。この調製により、スケール

アップしたときの活性の減少が抑制された。 

 分子レベル・分子／基板レベルの耐久性評価を行い、

得られた情報から劣化要因を検討した。まず、酸性溶液

中でポルフィリン錯体の分子としての耐久性を検討した。

溶液中での Rh ポルフィリン錯体は酸性溶液中で高濃度

の過酸化水素の存在下でも長期間安定であった。これに

対して同じ配位子を持つ Co ポルフィリン錯体はより薄

い過酸化水素溶液の存在下でも短期間で分解された。こ

れらの結果から、ポルフィリン錯体の過酸化水素に対す

る安定性は中心金属に大きく依存し、Rh の場合は長期

間安定であることがわかった。このことから分子の界面

での移動が主たる劣化要因であることが推察された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］耐 CO アノード触媒、ポルフィリン、燃

料電池 

 

［研 究 題 目］伸縮性単層 CNT 電極による高効率高分

子アクチュエータの製品実用化開発 

［研究代表者］安積 欣志（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安積 欣志、杉野 卓司 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 産総研で開発を行ったカーボンナノチューブ

（CNT）を電極材として用いた高分子アクチュエータ

技術の実用化のための目標値を達成し、実用化開発を行

う。 

研究計画： 

 産総研で開発を行った CNT である SG-CNT、eDips
を電極材料として検討し、実用化のための目標値を達成

する。 

研究進捗状況： 

 ナノカーボン材としてまず市販のものをもちい、イオ

ン液体として EMIBF4をもちいて TCNQ 添加の効果を

調べたところ、無封止の状態で、変位の戻り現象が大き

く改善され、また、DC 通電後、動作確認を行ったとこ

ろ、劣化が見られなかった。以上から、TCNQ の劣化

防止効果を確認した。次に、ナノカーボンとして、SG-
CNT を用い、最適な分散法を見出すことで、市販の

CNT 以上の変位、発生力を示すアクチュエータを作製

できることが分かった。eDiPs は、調整を試みたが、十

分な性能を出せる調整法を見いだせなかったので、

CNT を SG-CNT に一本化することに決定した。SG-
CNT/EMIBF4/ポリマーにポリアニリン被膜カーボンブ

ラック微粒子と TCNQ を添加した電極から作製したア

クチュエータを最適な調整法で作製することにより、ほ

ぼ、本年度の無封止の目標値を達成する素子を作製する

ことに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］高分子アクチュエータ、ソフトアクチュ

エータ、人工筋肉、カーボンナノチュー

ブ、イオン液体、TCNQ、変位、発生力、

耐久性 

 

［研 究 題 目］水素先端科学基礎研究事業 

［研究代表者］村上 敬宜 

（水素材料先端科学研究センター） 

［研究担当者］高田 保之、新里 寛英、赤坂 亮、 

小川 邦康、深井 潤、伊藤 衡平、 

河野 正道、久保田 裕巳、迫田 直也、 

松岡 三郎、堤 紀子、濱田 繁、 

井藤賀 久岳、藤原 広匡、金子 文俊、 

伊藤 雄三、近藤 良之、高木 節雄、 

笠尾 大作、土山 聡宏、福島 良博、 

久保田 祐信、西村 伸、山辺 純一郎、 

水口 健吾、安永 幸司、谷口 隆夫、 

泉 義徳、葛西 昌弘、松永 久生、 

古賀 敦、畠山 和久、綾香 りつこ、 

高津 須嘉生、杉村 丈一、宮越 栄一、 

岡田 和三、忍田 雄樹、尾田 安司、 

和泉 直志、澤江 義則、森田 健敬、 

田中 宏昌、中嶋 和弘、坂井 伸朗、 

福田 応夫、八木 和行、黒野 好恵、 

岡田 和三、佐々木 信也、金山 寛、 

柿本 浩一、阿部 孝行、吉田 聡子、 

志水 章一、川崎 勇、野中 寛治、 

粟根 徹、吉川 倫夫、末岡 淳男、 
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松尾 尚、重松 実、副島 孝、 

蒲生 純一、Arnaud MACADRE、 

西口 廣志、大山 恵子、田中 史浩、

山部 匡央、藤原 広唯、山口 哲生、

飯島 高志、安 白 

（常勤職員3名、他71名） 

［研 究 内 容］ 

水素と材料に関わる種々の現象を科学的に解明して各

種データを産業界に提供するとともに、経済性を考慮し

つつ安全に水素を利用するための技術指針を確立するこ

とを目標として、①高圧水素物性、②金属材料の水素脆

化の基本原理、③金属、非金属材料の長時間使用と加工

の影響、④高圧水素トライボロジー特性、⑤水素の挙動

シミュレーションについて研究を行う。 

今年度は、以下の成果が得られた。 

・水素物性データベースを地域水素供給インフラ技術・

社会実証事業（2011～2015）における水素ステーショ

ンに使用するため打ち合わせを開始し、企業等に15件

提供した。 

・水素エネルギーシステム・インフラに使用される金属

材料、部品・部材の調査・損傷解析を関連企業、団体

と共同で進め、水素構造材料データベースの拡充を実

施し、関連業界、公的機関に361件提供。圧縮水素ス

タンド及び使用可能鋼材の拡大に関する技術基準策定

に寄与した。 

・水素機器に使用されるゴム材料の化学構造評価を行い、

本事業参画企業と素材開発を進めた。O リングの実

機評価、溝設計の影響評価とデータ集積を行い、水素

機器メーカー、自動車メーカーと連携が進展し、－

40℃水素充填対応 O リング材料等を共同で開発した。 

・トライボアトラス改善のためバルブ・圧縮機・自動

車・重工業メーカーと意見交換、関連企業と協力し、

ニーズの高いシール材料の水素トライボロジー特性評

価とデータ集積を実施した。 

 代表的な材料の組み合わせや水素中不純物の影響に関

するデータ充実を図り、槢動材料、軸受選定の考慮点を

提示することで技術開発に貢献した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素エネルギー、水素脆化、水素物性、

トライボロジー、シミュレーション 

  

②【その他公益法人】 

［研 究 題 目］光格子時計高精度比較のための高速制御

型光周波数コムの開発 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研究担当者］洪 鋒雷、稲場 肇、大久保 章 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、光格子時計高精度比較の為の高速制御型光

周波数コムの開発を目的とし、Sr 光格子時計と Hg 光

格子時計の高精度比較の為に、波長698 nm、1062 nm
及び1.5 µm のレーザ光とのビートを観察可能で、かつ

それらの一つに位相同期可能な高速制御型光周波数コム

を開発し、3×10-16@1s の周波数安定度で光-光周波数比

較を行う。 

 光コムの光源となるフェムト秒モード同期ファイバレ

ーザの高速制御のためにオフセットビートの高速制御系、

および共振器内電気光学変調器を導入する。それを基に

光コムのオフセットビート信号、及び波長698 nm、

1062 nm 及び1.5 µm のレーザ光とのビート信号を観察

するための光学系を構築する。光コムを制御する二つの

高速位相同期系を構築し、同期のサイクルスリップ、測

定のカウントミスを極限まで減らすなど調整を行い、3

×10-16@1s の周波数安定度で光-光周波数比較を行う。

H24年度は、高速制御型フェムト秒モード同期ファイバ

ーレーザの製作、オフセットビート信号の位相同期、

Sr 光格子時計の689 nm レーザおよび Hg 光格子時計の

1062 nm レーザとのビート信号観察を行う。 

 繰り返し周波数は約100 MHz で、ストレッチドパル

スレーザとするよう設計した。共振器内電気光学変調器

（EOM）として、信頼性に優れるバルク型を採用し、

オシレーター、および光アンプの一部の物品を調達し、

製作中である。3月末現在、オシレーターを製作中。一

度仮製作し、1.5µm 帯レーザとのビートを EOM で位

相同期し、1 MHz 程度の制御帯域が得られることを確

認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定 

 

［研 究 題 目］PV 発電予測の不確実性評価および電力

系統シミュレーションによる評価 

［研究代表者］大関 崇 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］大関 崇、村田 晃伸、益田 泰輔 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、超大規模電力システムに対して、階層型

のモデル予測制御の枠組みの中で、系統側から需要家側

までの各層ごとの電力予測精度と最適性の関係に着目し、

予測値と配分値の時空間分解能に基づく電力最適配分制

御系の基礎理論を構築することを目的とする。これによ

り、太陽光発電を最大限利用し、調整用電源の燃料費お

よび CO2排出量を削減することで電力システムの経済

性、環境性を高めるとともに、需要家間での電力最適配

分によるコスト負担の公平性と過度な需要抑制を回避す

ることによる快適性を実現することを目指す。なお、提

案する理論は、需要を制御するインセンティブ等を加え

ることや、コミュニティレベルから系統レベルまでの異

なる規模を有する電力システムに適用が可能であり、各
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階層レベルでの最適化手法自体の種類（分散あるいは集

中）も問わないため、来たるべき次世代電力ネットワー

クシステムの最適運用に対して普遍的な枠組みを与える

ものである。 

(1) PV 発電予測を用いた EEDC（環境的経済負荷配分

制御）のシミュレーションによる評価 

 本研究グループが開発してきた太陽光発電予測手法

を適用した場合の、電力系統の環境的経済負荷配分制

御（Environmental Economic Dispatching Control, 
EEDC）について検討した。関東エリアの電力需要お

よび太陽光日射の実データを用いてシミュレーション

を行い、運用コストや供給支障電力・余剰電力を評価

した。また、予測誤差モデルについて理論的な検討を

行った。 

(2) PV 発電予測における短時間予測評価 

 予測不確実性を評価するモデルデータとして、短時

間予測モデルの開発に着手し、今年度は、MSM-
GPV データを入力に SVM を利用したモデルについ

て日射予測について誤差の評価を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、太陽光発電、エネルギー、環

境、需給バランス、エネルギーネットワ

ーク、発電予測 

 

［研 究 題 目］単結晶性 LiMn2O4ナノワイヤーの簡易な

合成法による高性能 Li イオン電池正極

材料開発 

［研究代表者］細野 英司（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］細野 英司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境・エネルギー問題の解決へ向けて、二酸化炭素ガ

ス排出量に大きな影響を持つ自動車のエネルギー源をガ

ソリンや軽油から電気エネルギーに転換していくことが

重要であり、そのためには高性能二次電池の開発が必須

となっている。高出力型および大容量Liイオン電池用正

極材料として理想的なナノ構造である単結晶一次元構造

体である単結晶LiMn2O4ナノワイヤーを大量に合成する

手法を確立することを目的として研究を行った。Liイオ

ン電池材料として有望なLiMn2O4について、高い結晶性

を有するナノ材料の作製を低コストにて行うためには、

前駆体となるマンガン化合物のナノワイヤーをいかに簡

易に作成可能であるかが重要な点であり、耐圧容器を必

要としない合成法の確立を目指して研究を行った。 

 現状では、100℃未満の温度にてMn化合物のナノワイ

ヤーの作製に成功しており、来年度、ナノワイヤーの直

径や長さの制御および高純度化に加えてLi塩とのフラッ

クス処理、熱処理によってLiMn2O4単結晶ナノワイヤー

の簡易な合成について期待できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Li イオン電池、正極材料、単結晶、ナ

ノ構造制御 

 

［研 究 題 目］超低損失パワーデバイス実現のための基

盤構築（二酸化炭素排出抑制に資する革

新的技術の創出） 

［研究代表者］山崎 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山崎 聡、西澤 伸一、大橋 弘通、 

大串 秀世、竹内 大輔、牧野 俊晴、

小倉 政彦、加藤 宙光、中島 昭、 

宮崎 剛英、宮本 良之、松本 翼、 

工藤 唯義、桑原 大輔、水落 憲和、

徳田 規夫、鈴木 真理子、小泉 聡、

波多野 睦子、岩崎 孝之、都築 康平、

佐藤 一樹、齊藤 丈靖 

（常勤職員9名、他14名） 

［研 究 内 容］ 

 二酸化炭素排出抑制に大きな効果を持つ大幅な省エネ

ルギーが実現できるパワーデバイスの候補として、ダイ

ヤモンドの得意な物性である高密度ドーピング薄膜が示

す低抵抗ホッピング伝導を利用した新概念の超低損失パ

ワーデバイスを取り上げる。この超低損失パワーデバイ

ス実現に必要なダイヤモンド特有の物性の物理的理解、

その物性を利用した新しいデバイス物理の構築、材料プ

ロセス・デバイス作製プロセスの問題点の抽出とその解

決策を総合的に行い、超低損失パワーデバイスを提案・

試作し、ダイヤモンドによる次世代パワーデバイスの基

礎を構築する。 

 プロジェクト3年度の大きな成果として、低抵抗ダイ

ヤモンド薄膜を用い、デバイス作製プロセスを工夫する

ことにより、世界で初めて、接合型電界効果トランジス

タの作製に成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、電子デ

バイス 

 

［研 究 題 目］革新的なダイヤモンド熱電子発電技術の

開発 

［研究代表者］竹内 大輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 大輔、山崎 聡、牧野 俊晴、 

小倉 政彦、加藤 宙光、祖父江 進、

奥野 英一、木村 裕治、片岡 光浩 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、産総研の負性電子親和力の評価技術と

N 型ダイヤモンド薄膜の合成技術をシーズ候補とし、

熱電子発電技術の顕在化に必要な要素技術を開発する。

課題は、内部抵抗が高い（10Ω･cm2）、1.7eV 以下の仕

事関数が望ましい、電極間の温度差が安定しない等であ

る。本研究開発では、内部抵抗1Ω･cm2以下、仕事関数

1.7eV 以下、実装条件の抽出、を行う。 
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本年度は、①ダイヤモンド膜の内部抵抗の低減、およ

び②ダイヤモンド表面の実効的な仕事関数の低減、を目

指した。①については、(1)高濃度リンドープ CVD ダ

イヤモンド薄膜を合成し、膜抵抗の測定を行った。(2)

上記膜にデンソーで高濃度窒素ドープ CVDダイヤモンド

薄膜を積層し、膜抵抗の測定を行った。(3)測定結果を

合成に反映し、平成25年度の膜質および膜厚の最適化に

向けて考察した。熱電子放出の結果を得ることができ、

考察を進めている。②については、(1)①で作製した

CVD ダイヤモンド薄膜の TPYS 測定を行う、(2)同上

の AFM･KFM 測定を行う、ことを目標とし、実験準備

を進めた。 

 以上の結果および実動作での仕事関数評価から、①の

合成に反映し、仕事関数低減に向けて考察する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、負性電

子親和力、真空パワースイッチ 

 

［研 究 題 目］プロトン応答性錯体触媒に基づく二酸化

炭素の高効率水素化触媒の開発と人工光

合成への展開 

［研究代表者］姫田 雄一郎 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］姫田 雄一郎、三石 雄悟、王 万輝 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、(1)「水素の貯蔵を指向した高効率な二

酸化炭素の水素化触媒の開発」と(2)「多機能型錯体触

媒を目指したプロトン応答性触媒の設計指針の構築」を

目的とする。具体的には、温和な反応条件で二酸化炭素

を還元できるエネルギー効率の高い触媒を開発し、二酸

化炭素をエネルギー貯蔵物質として利用するための基盤

技術の確立を目指す。また、提案者が開発した独創的触

媒設計概念である「プロトン応答性」触媒の反応機構の

解明および「多機能型触媒」の開発を行うことにより、

新しい触媒技術への貢献を目的とする。 

 本年度は、プロトン応答性配位子およびペンダントベ

ース効果に基づいて、新たな高性能触媒を見い出すこと

ができた。そこで、ヒドリド錯体生成の加速効果を検証

するために、モデル触媒を用いて、CO2水素化反応にお

ける重水素や重水を用いた同位体効果を調べた。その結

果、水分子が水素分子のヘテロリシス開裂に強く関与し

ていることが示唆された。そこで、DFT 計算から水素

分子の開裂によるヒドリド錯体生成の反応機構解明を行

った。その結果、水素分子－水分子－水酸基へのプロト

ンリレーが起こる反応機構が得られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］炭素固定、水素貯蔵 

 

 

［研 究 題 目］多孔性配位錯体における高速イオン拡散

を利用した高出力型マグネシウムイオン

2次電池の開発 

［研究代表者］大久保 將史 

（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］大久保 將史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー・地球温暖化対策に資する分散型エネル

ギーネットワーク構築のキーテクノロジーである高性能

2次電池として、マグネシウムイオン2次電池の開発が期

待されている。本研究では、既存の正極材料では得られ

ない電極特性の発現を目指し、高性能マグネシウムイオ

ン2次電池の実現を目指す。特に、シアノ基で架橋され

た多孔性配位錯体を正極材料として応用する。 

 平成24年度においては、シアノ基で架橋された多孔性

配位錯体が電解液に水溶液を用いることでマグネシウム

イオン挿入脱離反応を示すことを明らかにした。また、

充放電メカニズムについても電子状態、構造状態から詳

細に検討し、電気化学反応機構を明らかにした。一方で、

電子伝導性や充放電サイクル特性等の課題が明らかとな

り、今後の改善が期待される結果となった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］2次電池、正極材料、ナノ材料 

 

［研 究 題 目］1 リグニンの可溶化（1段目） 

       1-②可溶化液の溶剤分画とその詳細分析 

       1-④可溶化経路の詳細解析、最適化 

       3 実バイオマスへの応用 

       3-①製紙工場の黒液、パームの空房への

適用 

［研究代表者］鷹觜 利公（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鷹觜 利公、佐藤 信也、麓 恵里、 

       近藤 輝男、丸山 一江 

       （常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は C-C、

エーテル、エステル結合を介して芳香環が組み込まれて

おり、場合によっては芳香環が縮合している。そのため、

従来資源化する技術がないために減容・焼却されてきた。

本研究では芳香環同士を結び付ける多様な結合と置換基

について、所望の結合のみ分解することで、それらを構

成する基本構造である単環芳香族を単離・製造するプロ

セス開発に結び付く要素技術を開発するものである。 

リグニンなど劣質な未利用難処理炭素資源は巨大分子

であるため、実用化の際には実施者が提案する2段階プ

ロセスで単環芳香族を生成する。まず低分子化（分解）

を行い、次いで酸化鉄を中心とした触媒による接触分解

を行うことで単環芳香族を生成する。本研究では、リグ

ニンとその反応生成物の平均分子モデルを描くことによ

り、反応過程での分子構造の変化を明らかにする。 
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リグニン分解試料9種類について、元素分析、1H-お

よび13C-NMR、FT-IR、熱重量分析を用いて解析を行い、

分解生成物の構造解析を行った。各試料について元素分

析、1H-、13C-NMR 分析を行った。特に13C-NMR では

芳香族3級および4級炭素の詳細なタイプ分布、1H-NMR
では側鎖の詳細なタイプ分布の解析を行った。また、

TFAA による水酸基のアセチル化と19F-NMR 分析より、

フェノール性およびアルコール性水酸基の割合を推定す

る方法を確立した。この他、赤外によるカルボニルの定

量、硫黄の昇温ガス化法によるタイプ分析も併せて行っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リグニン、可溶化、構造解析 

 

［研 究 題 目］リグニンとその反応生成物の平均分子構

造解析 

［研究代表者］鷹觜 利公（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鷹觜 利公、佐藤 信也、麓 恵里、 

       近藤 輝男、丸山 一江 

       （常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

リグニン等の劣質な未利用難処理炭素資源から、単環

芳香族を単離・製造するためのプロセスを開発する。本

プロセスは2段階の反応から成り、まずリグニンを低分

子化（可溶化）し、次に酸化鉄を中心とした触媒による

接触分解を行うことで単環芳香族を生成する。本探索ス

テージでは、2段階プロセスに組み込まれる要素技術の

開発を実施し、各段階について次の目標を設定する。 

１．リグニンの可溶化（1段目） 

(a)リグニンなどの構造解析手法の確立 

(b)リグニン可溶化液の解析手法の確立、および可溶

化機構の解明 

(c)上記の解析結果を基に可溶化条件を最適化し、可

溶化率を現在の80%から90%まで向上 

２．酸化鉄系触媒によるフェノール類の生成（2段目） 

(d)リグニン中の芳香族からのフェノール類収率とし

て、現在の7%を20%まで向上 

 原料、残渣および分解リグニンの炭素、水素結合様式

を重ジメチルスルホキシド（DMSO-d6）溶媒を用いて
1H-NMR および13C-NMR（nne 法)で解析した。13C-
NMR では Dept、Quat のパルスモードを併用すること

により、3級、4級芳香族炭素の定量に加え、酸素を有す

る炭素、その隣接炭素数の推定を行った。また、熱重量

分析による軽質分や残存溶媒量の推定、FT-IR を用いた

てカルボニル基の定量を行った。これらの解析結果より

平均分子モデルを作成し、作成されたモデルの比較より

分解反応経路の推定を行った。 

 芳香族3級炭素、4級炭素の割合、および酸素の付いた

炭素のオルト位の炭素を定量でき、構造を絞り込むこと

が出来るようになった。この結果と1H-NMR の結果よ

り、フェノール性水酸基とフェニルエーテルの割合を推

定できるようになった。この解析結果から作成された分

子モデルの比較から、分解反応は脂肪族炭素－酸素結合

の切断であると予想された 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リグニン、可溶化、構造解析 

 

［研 究 題 目］高活性・抗菌性・化学的安定性を有する

可視光応答型酸化タングステン光触媒の

実用化 

［研究代表者］小西 由也（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小西 由也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 紫外光がほとんどない室内でも使用することができる

可視光応答型酸化タングステン光触媒は、酸化銅などの

助触媒により環境浄化用途などにおける実用化が期待さ

れている。しかしアルカリ性環境下で溶解するという問

題点があるためにアルカリ性の洗剤などが多用されるキ

ッチンやバスルームの内装建材として用いることは困難

であった。一方、以前に実施された NEDO による「循

環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト」ではビスマ

スなどの金属元素を添加することで光触媒活性を保った

まま耐アルカリ性を向上させることに成功している。本

研究では、この知見に基づき抗菌性・セルフクリーニン

グ性能への金属元素添加の影響の解明、それに応じた新

たな添加元素の探索、および添加量・添加方法（添加条

件）の最適化等を行って、室内建材用の抗菌性・セルク

リーニング機能を持つ可視光応答型酸化タングステン光

触媒材料を開発することを目標とした。 

 これまでの研究から酸化タングステンに加熱の伴う含

浸法でビスマスを添加することにより光触媒活性を保持

した状態で耐アルカリ性が向上することが分かっていた。

さらに常温において酸性のビスマス溶液中で酸化タング

ステンにビスマスを吸着させることによっても同様の効

果が得られることも分かってきた。そこで平成24年度は、

常温でビスマスを吸着させた酸化タングステンの粒子形

状とアルカリ性水溶液中へ浸漬することによるその変化

を調べて耐アルカリ性が向上するメカニズムおよび適し

たビスマスの添加方法についての検討を行った。その結

果、添加するビスマスの分散性が高いほど耐アルカリ性

の向上の効果に優れる傾向を見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］可視光応答型光触媒、酸化タングステン、

耐アルカリ性、抗菌性 

 

［研 究 題 目］低炭素社会を支える輸送機器用超伝導 

回転機システム 

［研究代表者］古瀬 充穂（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］古瀬 充穂（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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中・大型電気自動車や鉄道用の高効率・高トルク密度

超電導モータの実現を目指し、大電流密度高温超電導コ

イル技術の開発を行っている。 

実現しようとしているモータは、京都大学を中心とし

たグループが開発した「高温超電導誘導同期回転機」

（従来のかご形誘導モータのかご形巻線を高温超電導線

材で構成したもの）をベースとし、さらに固定子巻線も

超電導化した全超電導モータである。高温超電導誘導同

期回転機は、同期・非同期トルクの両立、それによる制

御性能向上、同期運転による高効率化といった、従来機

では実現できない特性を持つ。そのため十分なトルク密

度を持つモータが実現できれば、電気自動車等の一層の

高効率化、始動・加速特性の大幅な向上が期待できる。 

固定子巻線の超電導化には、レーストラック形状巻線技

術の確立、鉄心中での大電流容量化、低交流損失化など

の技術課題がある。初年度は市販のイットリウム系高温

超電導線材によるレーストラックコイルの試作を行い、

その特性評価を行った。コイル製作には産総研が保有す

る巻線技術を応用した。大電流容量化に向けて２並列導

体を採用し、中間部で転位を施して均流化した。曲げ歪

み等の応力による性能劣化もなく、設計通りのコイルが

製作できることを確認した。今後さらなる大電流容量化

を目指す。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超電導回転機、電気自動車、誘導同期回

転機、高温超電導コイル 

 

［研 究 題 目］超高耐圧高効率小型真空パワーデバイス 

［研究代表者］竹内 大輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 大輔、小泉 聡、八井 崇、 

山崎 聡、大橋 弘通、西澤 伸一、 

大串 秀世、牧野 俊晴、小倉 政彦、

加藤 宙光、中島 昭 

（常勤職員7名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ダイヤモンド半導体の特長を利用した真

空を用いた高耐圧パワースイッチを作製し、動作実証に

世界で初めて成功した。これは、真空管で固体素子同様

のパワースイッチングが可能であることを世界で初めて

実証したことを意味している。実験結果から、理論的に

従来の10分の1の大きさで、100kV 以上で99.9%の効率

が得られる大電力変換装置が可能になる。将来、日本近

海の洋上風力エネルギー導入や日本列島間での効率的な

送電などを行う際に、この技術を利用することで、新し

いエネルギー戦略に貢献することが期待できる。 

本年度は、耐圧10kV において効率73%のパワースイ

ッチとしての動作実証に成功した。この成果により、耐

圧100kV 級を目指す本格ステージへの研究継続が認め

られた。これまでの実験結果をもとに、新構造真空パワ

ーデバイスのモデル化を行い、指標となる各パラメータ

の見積を行い、99.9%を超える可能性を見出し、今後の

開発の指針とした。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］パワーデバイス、ダイヤモンド、負性電

子親和力、真空パワースイッチ 

 

［研 究 題 目］SOFC 高機能化のためのイオン－電子

流れ解析技術の開発（エネルギー高効率

利用のための相界面化学） 

［研究代表者］堀田 照久（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］堀田 照久、西 美奈、岸本 治夫、 

山地 克彦、Manuel E. Brito 
（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 固体酸化物形燃料電池（SOFC）電極では、酸素分子

の固体電極表面での吸着・解離→イオン化→拡散→燃料

酸化という一連の反応がおこる。この反応の最適化には、

多孔質電極／緻密電解質／多孔質燃料極界面での反応機

構解明が重要である。酸素（あるいは酸化物イオン）の

流れ・動きをミクロレベルで視覚化することができれば、

SOFC 高性能電極の設計、高機能界面の設計に有益な

情報を与える。本研究では、安定同位体酸素（18O）を

利用し、異種機能材料界面でおこる酸素イオン化と拡散

をミクロレベルで視覚化する技術を開発する。また、こ

の観測結果に基づき、高機能・高性能電極／電解質界面

の設計指針を提案する。本年度は、昨年度試作を開始し

た均一雰囲気での安定同位体酸素（18O）のイオン化・

拡散を燃料電池反応下で導入できる試験装置を完成させ、

実験を開始した。空気極／中間層／電解質の3層構造か

らなる空気極のイオン流れ評価が行えることを確認した。

また、イオン流れを評価するために必要となる基礎デー

タの収集、たとえば LNF などカソード材料の拡散係数

の評価、セル試験による発電性能評価などを行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、石炭ガス化ガス、

不純物、酸化物燃料極、安定性存 

 

［研 究 題 目］光触媒の光物理的性質、二酸化炭素還

元光触媒反応の初期過程の解明 

［研究代表者］小池 和英（環境管理技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、太陽光をエネルギー源、水を還元剤とし

た CO2の資源化技術の中核となる光触媒の開発を目指

す。具体的には、（1）Z スキーム型金属錯体‐半導体複

合系光触媒、（2）メタノール生成可能な CO2多電子還

元光触媒、（3）稀少性の少ない金属を中核とする CO2

光還元触媒を開発する。 

 本年度は、項目(1)の光触媒システムの還元側の構成

要素である多核金属錯体について、電子供与体となる犠

牲剤を利用して電子移動過程および励起エネルギー移動
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過程に関する高速分光測定を行った。 

 昨年度までの研究では、電子供与体には、NAD のモ

デル分子である 1-Benzyl-1,4-dihydronicotinamide  
（BNAH）を用いて来たが、より効率的な電子供与体

と し て 1,3-Dimethyl–2-phenyl–2,3-dihydro-1H-

benzo[d]imidazole（BIH）を採用した。BIH は、1電

子供与後のプロトン脱離により生成するイミン種の還元

電位が大きく負側にシフトしているため、2電子目の供

与が効率的に起こることが期待された。ルテニウム錯体

の励起状態に対して、BIH を用いた場合の還元的消光

過程における、錯体還元種の生成・消滅過程の測定を行

ったところ、異なる時定数をもった2段階の還元体生成

が確認され、BIH による効率的な還元体生成機構を明

らかにすることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工光合成、CO2、金属錯体、触媒 

 

［研 究 題 目］サイドチャネル攻撃への安全性評価手法

の確立および PUF デバイスの実装・評

価とセキュリティシステムへの応用 

［研究代表者］堀 洋平（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］堀 洋平、片下 敏宏、坂根 広史、 

佐々木 明彦、飯島 賢吾 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、サイドチャネル攻撃の安全性評価環

境の構築や攻撃手法の研究、および半導体の物理特性を

利用した偽造防止技術 PUF（Physically Unclonable 
Function）の研究開発を行った。 
サイドチャネル攻撃は、IC カード等に搭載されてい

る暗号回路の消費電力や漏えい電磁波を解析して内部デ

ータを盗み出す攻撃であり、産業界における大きな脅威

の1つとなっている。サイドチャネル攻撃に対する安全

性評価ガイドライン策定が急がれているが、各研究機関

が独自の環境で実験を進めていたため、実験結果の追試

や検証が難しく標準化の妨げとなっていた。そこで我々

は、セキュリティ LSI の耐タンパ性能を評価する指針

を提示するとともに、上記の様々な物理解析攻撃実験用

の LSI ボードを開発し、評価試験環境を構築してきた。

本年度は、サイドチャネル攻撃の教育・技術研修用およ

び防御技術開発用に評価ボード ZUIHO を開発し、国内

外の研究機関でのサイドチャネル研究を促進するととも

に評価ボードの事業化を行った。また、世界に先駆けて

28nm プロセス FPGA における電力および電磁波解析

攻撃を実施し発表するなど、様々な評価実験および攻

撃・対策手法の開発を行った。 
PUF は、LSI の製造過程において偶然に生じるデバ

イスの物理的なばらつきを固有の ID や認証データとし

て利用するものである。LSI チップのばらつきを複製す

ることはできないため、PUF は複製が極めて困難な ID

を生成することができる。PUF は半導体製品の偽造防

止のみならず、RFID 化して製品に添付することで、医

薬品やブランド品等の様々な模倣品を検出・防止するこ

とができる。本年度は、FPGA 上に Arbiter PUF や独

自の疑似 LFSR-PUF を実装し性能評価を行ったほか、

企業と共同でカスタム IC 化された PUF の性能評価も

行った。また、認証システムのアーキテクチャ、および

利用する暗号化方式や符号化方式について検討し、プロ

トタイプをソフトウェアで構築して有効性を評価した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サイドチャネル攻撃、標準評価プラット

フォーム、PUF、偽造防止 

 

［研 究 題 目］電力・電磁波解析攻撃向け評価プラット

フォームの開発 

［研究代表者］川村 信一 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］川村 信一、片下 敏宏、堀 洋平 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 様々な情報機器に用いられている暗号のソフトウェア

はハードウェアに対し、その動作中に発生する電磁波や、

消費電力波形に漏洩している情報を解析することで、内

部データを盗み出す「サイドチャネル攻撃」と呼ばれる

脅威が現実のものとなっている。 

 これに対し、電力や電磁波から漏洩する情報を評価し、

サイドチャネル攻撃への安全性を検証するプラットフォ

ームの開発が研究目的である。 

 本年度の取り組みは、前年度に開発した IC カードの

電力や電磁波を測定するためのボードとその制御・測定

ソフトウェアのプロトタイプの改良である。具体的には、

様々な実験で利用する回路・モジュール・測定機器の多

様化により複雑化したコードを改良し、機能拡張性を改

善した。また、暗号モジュールの制御回路、ならびに、

FPGA 向けの AES 暗号プロセッサの簡素化を実施すること

で、測定実験をより容易とし、評価の効率を向上させた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号モジュール、サイドチャネル攻撃、

標準評価プラットフォーム、測定ソフト

ウェア、電力測定、電磁波測定 

 

［研 究 題 目］RFID とセンサネットワーク向け暗号基

礎技術とそれを用いた構成要素の設計お

よび安全性評価 

［研究代表者］渡邊 創（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］渡邊 創、古原 和邦、萩原 学、 

辛 星漢、花岡 悟一郎、田沼 均、 

山口 利恵、Nuttapong Attrapadung、 

縫田 光司、高木 浩光、井沼 学、 

Cyrille Artho、田中 哲、中田 亨、 
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Miodrag Mihaljevic 
（常勤職員13名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、特に RFID などの単純なハードウェアの

みの利用や、低電力消費といった要求条件おいての実現

を、日印の研究者の交流を通じて行うことを目指してい

る。プロジェクトの最終目標は、このような制限された

環境において用いることのできる、基礎暗号技術や汎用

部品の設計、およびにその安全性の評価を行うことであ

る。 

 最終年度に当たる本年度は以下のような活動を行った。

11月には福岡において、JST 日印交流プロジェクトの

うち、本研究に関連の深い他の2つのプロジェクトとと

もに、JST-DST 共同ワークショップを開催し、3プロジ

ェクトの日印研究者が参加し、各プロジェクトの共同研

究成果を含む成果の紹介と議論を行った。前年度と同様、

前述の2プロジェクトと連携を取り合い、インド側研究

者が日本を訪問した際には自身以外の日本側機関を訪問

させ、互いの研究についての意見交換を行うなど、各プ

ロジェクトを超えた日印交流を進めることができた。1

月、3月には日本側研究者が、インド統計研究所コルカ

タ校、同デリー校、インド工科大ルールキー校を訪問し、

プロジェクト参画者以外を含めた研究者と交流を図った。

共同研究成果としては、複数の具体的なストリーム暗号

の新たな脆弱性の指摘、符号理論を元にした効率的かつ

安全な暗号の構成法等を論文発表することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］RFID、センサネットワーク、暗号、認

証 

 

［研 究 題 目］自然言語処理とオントロジーに基づく自

由テキスト入力支援の医療文書への応用 

［研究代表者］橋田 浩一（知能システム研究部門） 

［研究担当者］橋田 浩一、タム ワイロック、 

松原 勇介（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 実際の病理診断報告書における肉眼所見のテキストデ

ータへのアノテーションを通じて文法とオントロジーの

開発を進め、特に文法の体系を全面的に再構成した。具

体的には、項構造を明示する形で品詞体系をゼロから再

構築するとともに、意味表現についても特に等位構造

（coordinate structure）の扱い等を新たに定式化し、

規範文法の第1版を作成した。この文法に基づくコーパ

スデータ作成作業を支援するため、意味的アノテーショ

ンを補完するプラグインプログラムを開発した。さらに、

オントロジーと文法との対応関係の管理を実践しつつそ

のコストを低減し効率を向上させるための方策を整理し

文書化を進めた。 

 この文法に基づいてテキスト解析モジュールを実装し、

東大で開発した入力補完プログラムと連携して動作する

ようにした。入力補完に関する実験の結果、文法とオン

トロジーの整備によって補完の精度を大幅に向上させる

のは不可能であること、したがって、入力補完よりも入

力の検証と修正が重要であることが明らかになった。そ

こで、検証と修正の具体的な方法に関する詳細な検討に

着手した。 

 以上から次のような知見が得られた。 

●テキスト入力支援においては、補完よりも検証・修正

を重点化し、領域に応じてメニュー方式の入力と組み

合わせるべきである。 

●検索や分析等の二次利用においては、受動態などに起

因する意味構造を無視できるようにするなど、意味構

造の間の同義性の判断をある程度自動的にできるよう

にする必要がある。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］オントロジー、自然言語処理、テキスト

入力支援、病理診断報告書 

 

［研 究 題 目］高齢者の記憶と認知機能低下に対する生

活支援ロボットシステムの開発 

［研究代表者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

［研究担当者］児島 宏明、佐土原 健（知能システム

研究部門）、熊田 孝恒、永井 聖剛 

（ヒューマンライフテクノロジー研究部

門）（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 記憶や認知機能の低下した高齢者の自立・自律した生

活を維持・促進するために、生活に必要不可欠な情報把

握・行動を確実に支援するロボットシステムを開発する

ことを目的に、国立障害者リハビリテーションセンター

を代表とする6機関で共同研究を行っている。産総研は、

高齢者の発話に対する音声認識精度の向上のための研究

と、認知機能低下と発話の特徴との関係を調査する研究

とを担当する。全体で3ステージから成る最長10年間の

プロジェクトのうち、本年度は第1ステージの最終年度

として、第2ステージ以降の開発に用いる手法の検討と

妥当性の評価を中心とする研究を行った。 

 高齢者の発話の認識に関しては、自由発話認識の困難

さに対処するために、正確なテキスト化を仮定せずに発

話者の意図を抽出することを目指した。そのために、談

話行為タグを用いて発話意図をモデル化し、単語辞書に

依存しないサブワード符号列への変換と、任意の部分符

合列を網羅的に効率よく分析してタグの識別モデルを学

習する手法を開発した。その結果、語彙知識を用いない

SVM（サポートベクターマシン）に基づく談話行為識

別器により78.9%の意図抽出精度を達成した。 

 認知機能低下の評価に関しては、認知症者セグメント

の認知科学的エビデンスに関する調査を行い、本課題で

支援対象として想定する軽度認知症高齢者の場合には、

言語機能が保たれている傾向が高いことがわかった。そ
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の際に、認知機能を評価するための指標として10項目か

ら成るテストバッテリーを提案した。今後はこの指標の

利用と、その結果に基づく改良を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音声対話、ロボット、高齢者、認知症 

 

［研 究 題 目］機能性酸化物を用いた界面相転移スイッ

チングデバイスの開発 

［研究代表者］秋永 広幸 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］秋永 広幸、島 久、浅沼 周太郎 

赤穗 博司、澤 彰仁、井上 公、 

佐藤 弘、石橋 章司、寺倉 清之 

（常勤職員9名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
 半導体エレクトロニクスが持続的に発展していくため

には、遷移金属酸化物など新材料の導入と、それらによ

って構成される界面を制御する技術の開発が必要不可欠

となっている。本事業では、金属／絶縁性酸化膜の界面

電子状態および強相関相転移の物性制御研究を通して、

それらを利用した不揮発性スイッチングデバイス技術の

開発を行う。より具体的には、下記の2課題を設定した。 
１、金属／遷移金属酸化物界面の電子状態制御 
２、界面における強相関相転移を利用したスイッチ機能

の開発 
年度進捗状況： 
 課題１に関して、当事業の最終年度である平成24年度

は、マンガン酸化物である CaMnO3を例にとってエピ

タキシャル歪と安定な磁気秩序をコリニア磁性の範囲で

調べた。その結果、CaMnO3では、ノンドープ状態では、

G-タイプと呼ばれる反強磁性秩序を取り、電子ドープに

伴い、二重交換相互作用のためノンコリニア磁性が発現

することが確認できた。また、TiO2ベーストランジス

タの研究開発については、アニール雰囲気を希薄な低酸

素分圧雰囲気とすることによって、アニールプロセスの

信頼性を高めることができた。その結果、アニールによ

る TiOx/SiOx 界面の制御とともに、膜中の酸素量を制御

することにより、TiOx 膜をチャンネルとするトランジ

スタを再現性良く作製することができるようになった。 

 課題２に関しては、モットトランジスタの微細素子実

現に向けて、固体ゲート絶縁膜の研究開発を行った。強

相関酸化物の金属‐絶縁体転移の制御には1014cm-2以上

のキャリアをチャンネルに蓄積する必要があることから、

ゲート絶縁膜には膜厚10nm の high-k 材料 HfO2を用い、

膜厚6nm の Nd0.55Sm0.45NiO3チャンネルを持つプロト

タイプデバイスを作製した。その結果、－5V のゲート

に電圧を印加することにより、数 K であるが金属－絶

縁体相転移温度の制御に成功した。ゲート電圧の静電効

果によるキャリア蓄積により、強相関酸化物の金属－絶

縁体転移が制御可能なことが示された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］機能性酸化物、界面相転移、第一原理計

算、スイッチ素子、極微細加工 

 

［研 究 題 目］微小ジョセフソン接合の開発 

［研究代表者］前澤 正明 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前澤 正明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 急速に進展が続いている情報化の恩恵を低エネルギー

社会の構築に向けることで、低炭素社会の構築が見込ま

れる。そこで、本研究開発では、情報機器の中でエネル

ギー消費がもっとも大きいデータセンタに焦点を当て、

そこに使われる情報機器の低エネルギー化を新しい超伝

導エレクトロニクス技術を導入することで達成する。具

体的には、主構成要素であるマイクロプロセッサ、メモ

リ、光入力回路（光－電気変換器、O/E 変換器）のそ

れぞれを、これまでの超伝導もしくは低温エレクトロニ

クス技術より、1桁から2桁低エネルギー化、もしくは高

性能化する。マイクロプロセッサに関しては、低電圧動

作単一磁束量子回路（低電圧 RSFQ 回路）を導入する。

また、メモリは電源部の不要なエネルギー消費を抑制し

た LR バイアスシフトレジスタキャッシュメモリ、LR
バイアス Vortex Transition Cell（VTC）主メモリを開

発する。同時に記憶保持に磁束量子を用いない磁性－単

一磁束量子（SFQ）融合メモリを研究し、大幅なエネ

ルギー低減化を探る。O/E 変換器には、超伝導ナノワ

イア単一光子検出器の技術を応用し低エネルギー化を図

る。超伝導集積回路プロセスの高度化（微細化、高電流

密度化）も合わせて進め、最終的には高速性と低エネル

ギー性を兼ね備えた光・磁気・超伝導融合計算システム

の実証を目指す。これを実現するため、9層の超伝導層

数を維持した状態で、超伝導集積回路に使用可能な微小

ジョセフソン接合技術を確立する。具体的には、現在の

接合の臨界電流値のばらつき（1σ ばらつき3%以下）を

保持したまま、接合面積の0.7µm 角以下への縮小化を

目標とする。今年度は、国際超電導産業技術研究センタ

ーチームと連携して、集積回路に使用可能な高臨界電流

密度・微小ジョセフソン接合作製技術の開発を行った。

全体プロセスフロー最適化、反応性イオンエッチング

（RIE）技術、新規導入した i 線ステッパを用いた微小

接合パターン高精度露光法などを研究し、集積回路プロ

セスと両立する微小接合作製の見通しを得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導システム、単一磁束量子素子、低

消費電力、超高速情報処理、微小接合 
 

［研 究 題 目］ナノ Si 熱電材料の実現のための材料設

計指針の探索 
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［研究代表者］多田 哲也 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］多田 哲也、内田 紀行、森田 行則、

前田 辰郎、Vradimir POBORCHII、 
PARK Sungjin（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、一次エネルギーの約七割が廃熱として捨てられ

ている中、ゼーベック効果を利用した熱電発電技術が注

目を集めている。熱と電気の直接エネルギー変換を実現

する熱電材料の高性能化のためには、電気伝導率は高い

が熱伝導率は低いという、相反する状況を材料中に創り

出す必要がある。この状況を創出する手法の一つが、材

料のナノ組織化である。加えて、既存熱電材料は、ビス

マスやテルル等から構成されていることから、熱電発電

技術の民生分野での実用化のためには、有害元素を含ま

ない材料を開発していかなければならない。 

 本研究では、代表的な環境調和型元素であるシリコン

（Si）に着目し、多様なナノ組織構築技術と高度な Si
ナノデバイス技術を元に、ナノスケールで構造を制御し

た Si を創製し、熱電特性の高機能化を図る。 
 本年度は、ナノ結晶コンポジットへのキャリアドーピ

ングを狙い、界面制御性の高い Ni シリサイドを用いて

Si-Ni シリサイドナノコンポジット材料を作製した。Ni
シリサイドとのコンポジットの粒径は20nm 以上であっ

たが、熱伝導率は粒径から予想される10W/mK を大幅

に下回る5-6W/mK であった。Ni シリサイドは Si より

も大きな熱膨張率を持つことから、Si ナノ結晶に大き

な引っ張り応力を印加することが判明した。この応力印

加が熱伝導率の抑制要因になっている可能性がある。 

 また、予めスパッタ・ターゲットに P 又は B を混入

し、多量の P, B 原子を供給することによりドーピング

に成功し、1019-1020cm-3のキャリア密度が得られた。こ

れにより、これまでに報告のあった n 型ナノ結晶 Si の
室温での熱電性能指数 ZT の値0.02を大きく上回る、

0.13（n 型）、0.06（p 型）を達成することに成功し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］熱電材料、ナノ構造、シリサイドナノ結

晶コンポジット 

 

［研 究 題 目］高機能神経内視鏡用リトラクターの開発 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、島田 悟 

（電子光技術研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 リトラクターは内視鏡手術時に対象物の位置をずらし、

視野を妨げるものを圧排・牽引して、安全に手術を行う

ための医療器具である。内視鏡下脳内血腫除去術は患者

への負担が少なく、治療効果の高い神経外科手術である

が、技術と経験が必要であり、普及が進んでいない。本

研究課題では、安全かつ容易な内視鏡下血腫除去手術の

発展に資する高機能神経外科手術用低侵襲リトラクター

の開発を行う。術者とリトラクターの位置関係、内視鏡

及び手術操作器具の位置関係を容易に把握し、手術中の

脳損傷を起こさない医療器具を開発するため、フッ素系

樹脂製透明円筒体を設計し、円筒内壁に貴金属膜マーカ

ーを無電解めっきによる低コストプロセスにより加工す

る。フッ素系樹脂からなる円筒形リトラクターへ無電解

めっきにより生体安全性の高い金、もしくは白金膜を作

製し、テープ剥離により剥離が起こらない高い密着性を

保持すること、および、内視鏡手術において、位置を正

確に確認するための目盛りをめっき膜により円筒上に作

製するための効率的なパターニング方法を開発すること

を目標とした。 

フッ素系樹脂により製造された既存の円筒リトラクタ

ーへの無電解金めっきを検討し、触媒となる貴金属コロ

イドを最適化することにより均一な金めっきが可能とな

った。密着性は200℃で5分間加熱することによりテープ

剥離で剥離しない密着性が得られた。めっき膜のパター

ニングに関しては、フィルム上基板について検討し、パ

ルス光照射によるパターニングが可能であることを確認

した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料 

［キーワード］無電解めっき、内視鏡手術、フッ素系樹

脂、パターニング 

 

［研 究 題 目］光応答性カーボンナノチューブ分散液を

用いた塗布型透明電極作製及び微細加工

技術の開発 

［研究代表者］松澤 洋子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］松澤 洋子、吉田 勝 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、研究代表者らが見出した光反応によ

って単層カーボンナノチューブの水中における分散性を

制御することが可能な分散剤を用いて作製した単層カー

ボンナノチューブ孤立分散水溶液を機能性インクとして

使い、ウエットプロセスで作製可能な透明導電膜作製技

術ならびにマスク露光による微細加工技術の確立を目指

している。現行の透明導電膜の主要材料である ITO は、

資源の国際的偏在や製造工程、基板選択に課題があり、

ITO に替わる材料の探索が求められている。本研究課

題において、簡便で高精細な透明導電膜作製技術を確立

し、技術移転の可能性を探索することを目標とする。と

くに、情報端末の高機能化や小型軽量化が求められるモ

バイル機器に用いられる透明導電フィルムの高精細化に

おいて、市場要求にマッチした新技術の提供を探索する

ことを目標とする。本年度は、当該単層カーボンナノチ

ューブ孤立分散水溶液を用いた薄膜作製ならびに、薄膜

中における光応答性カーボンナノチューブ分散剤の光反
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応性について検討を行った。その結果、当該分散液を使

って薄膜を形成できることがわかった。さらに、光応答

性カーボンナノチューブ分散剤は、薄膜中において十分

に光反応が進行することがわかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、分散、光反応、

薄膜、パターニング 

 

［研 究 題 目］超親水性アルミナ多孔質水分離膜の開発 

［研究代表者］水上 富士夫（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］水上 富士夫、伯田 幸也、小平 哲也、 

阪東 恭子、長谷川 泰久 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 無機多孔質膜は、アルコール等有機溶剤中の水の分離

除去用に多大の需要があるが、その必要性能は溶剤並び

に使用環境の多様性により多種多様である。これに呼応

して、様々な性能の膜、および新規な機能を有する無機

多孔質膜の開発が求められている。本研究では、アルミ

ナナノファイバーがスリット型ナノ細孔を有する膜を形

成し易いこと、およびこのアルミナ膜をリン酸化処理す

ると超親水性が発現し、この性質は沸騰水処理でも失わ

れないことを発見したことから、アルミナナノファイバ

ーをベースとする多孔質膜を開発し、本膜を水とイソプ

ロパノール（IPA）の分離に適用し、その実用性を評価

した。アルミナナノファイバーからなる新規な水分離ア

ルミナ分離膜は、多孔質α－アルミナ管上へのアルミナ

ナノファイバーを塗布することで作製した。先ず、膜の

分離性能は、用いたアルミナナノファイバーの繊維長に

依存することを見出した。また、分離性能は、リン酸お

よびエポキシ修飾で向上することも見出した。この、エ

ポキシ修飾膜では透過速度0.9kg/m2/h、分離係数2200が

得られた。これらの数値は、当初の目標値（透過速度

1kg/m2/h、分離係数10000）に比べ低いが、水／IPA の

実用分離には1000程度の分離係数で十分であると言われ

ているので、今後は、耐久性に関する研究を重点的に進

める予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］アルミナ膜、水分離、エポキシ修飾 

 

［研 究 題 目］エコマテリアルの開発と商品化 

［研究代表者］清水 博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］清水 博、高橋 顕、塚田 英幸 

（以上ナノシステム研究部門）、 

冨士岡 芳樹、北川 良一（以上ベンチ

ャー開発部）（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 二酸化炭素由来ならびにバイオマス由来の両エコマテ

リアルについて加工条件と力学性能との相関を解明し、

これら材料の商品化を図るとともに起業の可能性を検討

する。 

研究計画： 

 以下の両エコマテリアルについて加工条件と力学性能

との相関を解明し、商品化を図る。 

１）二酸化炭素由来エコマテリアル 

２）バイオマス由来エコマテリアル 

年度進捗状況： 

１）二酸化炭素由来エコマテリアル 

 原料である脂肪族ポリプロピレンカーボネート

（PPC）に対して、ポリ酢酸ビニル（PVAc）ならび

にポリメタクリル酸メチル（PMMA）をアロイ化す

る際、各組成のポリマー粘度を考慮して組成と力学性

能との相関を検討した。この系については市場調査か

ら内容物に直接触れない容器や包装材等へのニーズが

主であることから、フィルム特性も含めた容器素材と

しての実用性を検証しながらエコマテリアルの最適化

を図り、合成紙や医療用運搬容器等への商品化を進め

る。 

２）バイオマス由来エコマテリアル 

 バイオマス由来のポリエチレン（bio-PE）とポリ

乳酸（PLLA）とを高せん断成形加工によりナノアロ

イ化することで、この材料系の剛性と延性のバランス

を自在に調整できることが分かった。また、この材料

系の耐溶剤性を評価した。今後は商品ニーズに対応さ

せながら、この材料系に求められる剛性と延性のバラ

ンスを調整し、熱湯消毒等が必要になる容器素材向け

にサンプルを大量に生産するシステムを構築していく。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造分野  

［キーワード］エコマテリアル、二酸化炭素由来エコマ

テリアル、バイオマス由来エコマテリア

ル、バイオ PE、ポリ乳酸（PLLA）高

せん断成形加工、ナノアロイ 

 

［研 究 題 目］遷移金属表面ナノクラスター構造を利用

する小分子常温変換触媒の開発 

［研究代表者］村上 純一（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］村上 純一、阪東 恭子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、自然界の金属酵素のようにマイルドな条

件下で N2（窒素）等の小分子を有用な物質に変換する、

新しい概念に基づいた触媒を開発することを目標とした。

ここで利用するのは、小分子を常温で非解離で活性化し、

酸化還元反応を誘起する能力を持つ遷移金属表面ナノク

ラスター構造である。この触媒の開発により、これまで

行われてきた高温・高圧エネルギー消費型の小分子変換

化学工業プロセスを、自然界において常温・常圧で行わ

れているのと類似のプロセスで置き換える道を開拓する。

本年は（1）担持微粒子の作製、（2）微粒子表面へのナ
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ノクラスター構造の作製および、（3）クラスター構造の

N2をマイルドな条件下で活性化し、酸化・還元する触

媒能力の有無、について検討した。（1）については、鉄

およびタングステンの微粒子を含浸法でシリカ上に作製

し、評価を透過電子顕微鏡、電子エネルギー損失分光法

を用いて行った。その結果シリカ上に粒径数十 nm の担

持微粒子が確認された。（2）、(3)については鉄やタング

ステンの微粒子を H2による還元あるいは加熱処理後、

N2にさらしたものを X 線光電子分光法で評価した。そ

の結果、表面にはこれまでの研究において担持クラスタ

ーで観測されたのと同じ N2H4（ヒドラジン）、NH3（ア

ンモニア）などの吸着種が存在することが明らかとなっ

た。以上のことから、ナノクラスターおよびバルク金属

表面で以前見出された現象を触媒の一般的な形態である

微粒子表面に拡張し、微粒子上にナノクラスター様の構

造を作製して N2を常温で活性化し還元することが達成

された。さらに微粒子表面に生成した窒素水素化物、N
（ナイトライド）が表面から容易に脱離に脱離するとい

う触媒創製に関する重要な知見も明らかになった。 

 以上のように、微粒子表面のナノクラスター構造を用

いて「マイルドな条件下で窒素を還元しアンモニアにす

るための触媒」を開発するための基盤となる知見が得ら

れた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］小分子、金属ナノクラスター、窒素固定、

CO2削減 

 

［研 究 題 目］研究成果展開事業  研究成果最適展開支

援プログラムフィージビリティスタディ

ステージ探索タイプ「太陽電池用有機半

導体の一気通貫合成を目指した高温高圧

マイクロリアクターの開発」 

［研究代表者］竹林 良浩（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］竹林 良浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機太陽電池の高効率化に向けて、新規の有機半導体

を高純度で迅速かつ連続的に合成できる反応プロセスが

求められている。我々がこれまでに開発してきた高温高

圧マイクロ反応システムは、こうした用途に有効である

が、難溶性の中間体を経由する多段反応では、送液上の

問題から高濃度での処理が難しかった。この問題を解決

するため、難溶性中間体を析出させずに、高温で溶解さ

せたまま、複数の反応ステップを一気通貫で進めること

が可能なマイクロ反応システムを開発することを目的と

した。 

 本年度は、多環芳香族色素であるキナクリドンの合成

をモデルとして、そこに含まれる2つの反応（高温環化

と酸化）を、難溶性のジヒドロ中間体を析出させること

なく連続化することを試みた。この環化反応には250℃

以上の高温が必要であるため、通常はダウサムなどの特

殊な高沸点溶媒が必要となるが、100気圧に加圧して溶

媒の沸騰を抑制すると、N-メチルピロリドンなどの一

般的な溶媒が使用できることが分かった。この原料溶液

を、内径1mm のマイクロ反応管を用いて300℃まで急

速加熱すると、4分間流通させたところで環化反応が完

了した。この環化反応後の溶液に、マイクロミキサーを

用いて、別の流路から酸化剤を含むアルカリ溶液を加え、

120℃で4分間反応させると、難溶性中間体が析出するこ

となく酸化反応が完了し、目的生成物であるキナクリド

ン色素を単一装置内で連続的に合成できることが示され

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機色素、多段反応、難溶性中間体、連

続合成 

 

［研 究 題 目］グラファイト複合構造体の基礎物性解明 

［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実、中西 毅、 

Nguyen Thanh Cuong 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 量子力学に立脚した計算機科学の手法を用いて、次世

代半導体材料における新探究材料として注目を集めてい

る、グラフェンを中心とするナノスケール炭素物質の基

礎物性解明を行い、そこで得られた知見を基に現状にお

けるグラフェン、ナノスケール炭素材料のデバイス応用

における問題点の指摘と、デバイス設計指針の提示を行

う。同時に、次元性、形状、階層構造制御による新たな

機能性ナノ炭素構造体の理論物質設計を行い、次世代半

導体材料において、新に目指すべき炭素ナノ材料設計、

応用の指針を示す。本年度は二層グラフェンに関する研

究を行った。二層グラフェンに対して鉛直方向に電界を

加えることでグラフェンを半導体化できる事実に着目し

て、二層グラフェンの上下面をそれぞれ陽イオン分子、

陰イオン分子を用いて被膜し、陽イオン分子と陰イオン

分子によるサンドイッチ構造を構築することによって、

イオン性分子間に生じる電位差による二層グラフェンの

半導体化が可能であることを見出した。さらに、陽イオ

ン分子と陰イオン分子の組み合わせにより、半導体化さ

れた二層グラフェンの伝導性を n 型または p 型に制御

できることを理論的に示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラファイト薄膜、グラフェン、密度汎

関数法 

 

［研 究 題 目］GW 法に基づいた強相関電子系シミュレ

ーション手法の開発と応用 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆、品岡 寛（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究プロジェクトでは、実際にはクーロン相互作用

の効果の大きな現実物質（強相関電子物質）の物性を予

測し、現象のメカニズムを解明する上で、汎用性が高く

実用に耐える高精度計算手法を開発応用することをめざ

している。密度汎関数法の局所密度近似など、従来の第

一原理計算手法は、強相関電子系に対して多くの困難を

抱えている。この困難を克服するために、私たちは3段

階手法によるアルゴリズムを提唱し、東大、産総研、エ

コール・ポリテクニクの共同でこのプロジェクトを推進

してきた。5年プロジェクトの前半では3段階手法の各要

素、すなわち大域的電子状態計算と GW 計算、ダウン

フォールディング法、低エネルギーソルバーについてそ

れぞれ個別の改良と、各要素の接続による統合的応用を

試行し、研究期間の後半で要素を統合して広範な現実物

質へ大規模に応用するという大局的な戦略を設定して進

めてきた。最終年度の平成24年度は、3段階手法を融合

した方法をさらに高度化し、興味深いいくつかの物質群

に対して、3段階手法を実際に適用する研究を展開した。

GW+DMFT 法を遷移金属化合物 SrVO3への適用に成功

した。これは周波数に依存するハバード U を用いた

GW+DMFT 法の現実物質に対する初めての適用例であ

る。また U の周波数依存性を運動エネルギーに繰り込

んだ静的低エネルギー有効模型の構築法を提案した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］計算科学、強相関電子系 

 

［研 究 題 目］高密着性エッチングレス無電解めっきプ

ロセスの高度化に関する研究 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸、中尾 幸道、島田 悟 

（電子光技術研究部門） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

電子部品の随所に使用されている難めっき樹脂素材で

あるポリイミド、フッ素系樹脂、ポリオレフィン、エポ

キシ樹脂等に対し、化学エッチング等の表面処理を行わ

ずに高密着性を実現する金属コロイド触媒によるエッチ

ングレス無電解めっき技術の高度化を目的とする。従来

方法では、密着性向上のためにめっき後の加熱工程が必

要であるが、基材の変形など問題が引き起こされるため、

後加熱工程に代わる密着性向上手法を開発する。基材に

吸着したコロイド表面の改質による樹脂／金属界面の強

化、および短パルス光やマイクロ波による樹脂／金属界

面の選択的加熱方法を検討する。本技術が確立されれば、

低コスト、低環境負荷めっきプロセスが開発され、電子

部品等の高性能化がもたらされる。 

平成24年度では、後加熱行程を行わずに、同等の密着

強度を得ることが可能な手法を探索することを目標とし、

短パルス光およびマイクロ波をめっき膜に照射し、密着

性を向上させる条件を見出すことを目標とした。 

キセノンランプからの白色パルス光をめっき膜に照射

することにより、瞬間的にサンプルの加熱処理が可能で

あり、樹脂基材に熱ダメージを与えることなく、金属薄

膜が加熱され、密着性を向上させることが可能になった。

さらに、最適なマスクとの組み合わせにより、選択的に

密着強度を向上させ、金属パターンを樹脂基板上に転写

することも可能となった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料   

［キーワード］無電解めっき、コロイド、触媒、光焼成 

 

［研 究 題 目］樹脂封止を必要としない次世代の超高出

力 GaN 系 LED の開発 

［研究代表者］王 学論（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］王 学論（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、我々が独自に開発した微細リッジ構

造におけるエバネッセント光­伝播光変換現象に基づく

光効率取出し技術を利用した超高出力 GaN 発光ダイオ

ードを実現するための第一歩として、誘導結合プラズマ

（ICP）エッチング法による GaN 試料表面上への微細

リッジ構造の作製プロセスを開発し、エバネッセント光

の結合による光取出し効率の向上効果を実証することで

ある。平成23年度では、シリコン酸化膜（SiO2）をマ

スクとして用いた ICP ドライエッチング法を開発し、

エバネッセント光の結合効果の発現に必要な微細リッジ

構造の作製に成功した。平成24年度では、室温フォトル

ミネセンス測定により、作製したリッジ構造中における

エバネッセント光の結合効果の発現状況を調べた。その

結果、リッジ構造試料の発光強度、すなわち光取出し効

率が平坦表面試料より約2.7倍向上されていることが分

かった。また、角度分解フォトルミネセンス測定により、

リッジ構造試料の発光がエバネッセント光の結合効果に

特有な空間分布パターンを示すことも確認された。以上

の結果から、本研究で観測された光取出し効率の増大は

リッジ構造におけるエバネッセント光の結合効果による

ものであると考えている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］発光ダイオード、GaN、取り出し効率、 

リッジ構造、エバネッセント光、結合 

 

［研 究 題 目］第二世代カーボンナノチューブ創製とデ

バイス開発 

［研究代表者］片浦 弘道（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］片浦 弘道、榊原 陽一、藤井 俊治郎、 

平野 篤、劉 華平、伊藤 靖浩、 

清水 麻希、卜部 泰子 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 カーボンナノチューブ（CNT）の持つ優れた電気特

性により、CNT の電子デバイス応用が期待されている。
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近年の合成技術の革新により高純度 CNT が得られるよ

うになったが、導電性の異なる、金属型 CNT と半導体

型 CNT の2種類が混在して合成されることが、電子デ

バイス応用への大きな障害となっている。本研究では、

独自技術により CNT の金属・半導体分離を高度に実現

し、さらに CNT の内側の空間に異種分子を挿入するこ

とにより、精密なキャリア制御の実現を目指す。電子状

態が高度に制御されたこれらの CNT を、第二世代

CNT と名付けた。第二世代 CNT を用いて、CNT でし

か実現できない優れた特性を持つデバイスを開発する事

が、本研究のメインテーマである。 

 本年度は、本課題の最終年度であり、デバイス開発を

中心に研究を行った。まず、高純度半導体型 CNT に内

包する分子を工夫する事により、p 型と n 型の半導体

CNT インクを実現した。これらのインクを基板上に塗

布し、電極となる金属膜をつけるだけで、p 型および n
型の両特性を示す薄膜トランジスタを作製することに成

功した。さらに、これら2種類のトランジスタを組み合

わせる事により、初めて CMOS 型インバータ回路の動

作を確認し、第二世代 CNT が十分機能する事を確認し

た。一方、半導体型 CNT の精密構造分離の高度化も行

った。これまで、バンド構造が全く同じ CNT の分離を

実現しているが、今年度はこれをさらにすすめ、右巻き

螺旋と左巻き螺旋構造の分離も実現した。これによって、

CNT の構造分離は究極のレベルに到達した事になる。

本成果は、ゲルカラムに CNT の分散液を注ぐだけで、

上記の高度な構造分離を実現するもので、世界最先端の

分離技術である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］カーボンナノチューブ、分離精製、トラ

ンジスタ、センサー、分子内包 

 

［研 究 題 目］結晶性酸化チタンサブミクロン球状粒子

のグラムスケール安定合成法の開発 

［研究代表者］越崎 直人（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］越崎 直人、陶 究、加藤 友紀子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに、サブミクロン球状粒子の生成には、必要

なエネルギー密度のレーザー光が原料に正確に照射され

れば、1パルスのレーザー光でも球状粒子が生成するこ

とがわかってきた。自動化バッチ処理装置の設計を検討

し、自動化によって引き起こされる問題点について検討

した。特に最適な撹拌方式について検討した。しかし、

液相厚みに関しての検討を行うための原料の濃度やレー

ザーエネルギーの効果を含めたモデル化に時間がかかり、

十分な検討が行えなかった。また、冷却方式についても、

自動化機構と両立が可能な方法の調査に時間がかかり、

結論が得られなかった。今後はこのようなパラメータの

効果を含めて自動化バッチ装置の設計を進め、グラムス

ケールの球状粒子合成につなげていく予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］サブミクロン粒子、酸化チタン、球状粒

子 

 

［研 究 題 目］イオン液体電解質の特異性を実証する計

算科学的研究 

［研究代表者］都築 誠二（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］都築 誠二、篠田 渉（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、次世代の二次電池として期待さ

れているものの、放電生成物の電解質への溶出などの問

題から実現できていなかった硫黄（S）を正極とするリ

チウム系二次電池を開発する。すなわち、リチウムイオ

ン液体を電解質に用いた高エネルギー密度（> 500 

Wh/kg）・低環境負荷・低価格・資源制約のない Li 系負

極 | Ionic Liquid | S 型電池（LILS 電池）の創出を

目指す。この目標を達成するためには放電生成物の解明、

放電生成物の溶解が少なく、リチウムイオンの拡散の速

い電解質の開発が必要となる。放電生成物の詳細やイオ

ンの拡散と密接に関連するリチウムイオンが溶解したイ

オン液体の液体構造は未解明であるが、実験的な手法だ

けで解明することは容易ではない。そこで産業技術総合

研究所では分子軌道法、分子動力学法などの計算化学手

法を用いて放電生成物やイオン液体の構造、イオン液体

中のイオンの運動を解析する。また、イオン液体を構成

するイオンの分子構造とイオン液体のバルク物性の相関

を解明する。本年度は分子軌道法による放電生成物とし

て生じるポリスルフィドアニオンおよびポリスルフィド

アニオンとリチウムイオン、イミダゾリウムカチオンか

らなる錯体の構造と安定性の解析を行い、ポリスルフィ

ドアニオンの分解経路の検討を行なうとともに、リチウ

ムイオンが溶解したイオン液体中のイオン間相互作用の

解析を行なった。また、分子動力学法による Li-グライ

ム錯体からなるイオン液体中のイオンの拡散のシミュレ

ーションを行い、グライム鎖長がイオンの拡散に与える

影響を検討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］イオン液体、リチウム電池電解質、分子

間相互作用 

 

［研 究 題 目］3次元磁気記録新ストレージアーキテク

チャのための技術開発 

［研究代表者］久保田 均 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］福島 章雄、薬師寺 啓、甲野藤 真 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、共鳴アシスト磁化反転書き込みと共鳴読

み出しを組み合わせた超高密度ストレージの開発に取り
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組んでいる。共鳴アシスト書き込みでは、局所的なパル

ス磁界に加えてスピントルク発振器から発生するマイク

ロ波磁界を用いる。共鳴読み出しは、スピントルク発振

器の発振状態の変化により媒体の磁気情報を読み出す。

共鳴周波数の異なる磁性層を多層化することで記録密度

の向上を目指す。24年度は、企業と連携し、原理の実証

および、発振素子の要素技術の開発を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントルク発振素子 

 

［研 究 題 目］金属／機能性酸化物複合デバイスの開発 

［研究代表者］湯浅 新治 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］野崎 隆行、松本利映、甲野藤 真、 

薬師寺 啓、久保田 均、福島 章雄 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、産学官の連携により高品質の酸

化物薄膜を低い基板温度で大面積基板上に高効率に作製

できる革新的成膜プロセスを開発し、それを用いて酸化

物層と強磁性金属層を複合化した新機能デバイスの創生

を目指している。具体的には、（1）スパッタ成膜プロセ

スの開発、（2）電圧印加磁化反転技術の開発、（3）不揮

発性スイッチング素子の開発、の3項目について研究開

発を行う。産総研グループは主として不揮発性スイッチ

ング素子の開発に取り組んでいる。平成24年度は、フェ

リ酸化物であるマグヘマイト（γ-Fe2O3）と酸化マグ

ネシウム（MgO）を積層させたハイブリッド障壁層を

有する新型トンネル接合素子を開発し、低温において

MgO トンネル接合素子の特性を上回る磁気抵抗効果の

観測に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］金属酸化物、スイッチング素子 

 

［研 究 題 目］電気磁気効果を有する反強磁性連続媒体

を用いた電界操作磁気記録原理の理論精

査とシミュレーション技術の開発 

［研究代表者］今村 裕志 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］今村 裕志（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 モバイルコンピューテイングやクラウドコンピューテ

ィングの進展により、ネットワークを介した情報の流通

量は劇的に増加している。その膨大な情報を記録するた

めのストレージ技術はもはや記録密度の限界に到達しつ

つあり、従来型の微粒子磁石の磁化反転を利用する方式

とは異なる新しい磁気記録方式の開発が求められている。

この磁気記録の大きな壁を克服するために、エネルギー

アシスト磁気記録などの新たな磁気記録方式が検討され

ているが、これらは従来原理の域を出るものではなく、

かつエネルギーアシストは省エネルギー化の流れに逆行

するものである。本研究では、低消費電力な磁気記録技

術の実現を目指し、電気磁気効果を有する反強磁性連続

媒体を用いた電界操作磁気記録原理の理論精査とシミュ

レーション技術の開発を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電気磁気効果、反強磁性、磁気記録 

 

［研 究 題 目］単原子層デザインによる希少金属フリー

超高磁気異方性薄膜の開発 

［研究代表者］薬師寺 啓 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］薬師寺 啓（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 既存の実用垂直磁化薄膜は、通常、Pt, Pd, Tb, Ru, 
Gd といった希少金属を含むが、本研究では、これら高

性能垂直磁化薄膜を、レアアースフリー・貴金属フリー

で実現することを目指す。なおかつ、同時に、現行の実

用薄膜（6-8Merg/cc 程度）の10倍以上、既存の最高値

と比べても2倍以上の、垂直磁気異方性エネルギー密度

（Ku）～100M（＝1×108）erg/cc を目指す。これは薄

膜としては未踏の大きさである。現行の10倍以上の Ku
となれば、同じ磁化保持のために要する体積は10分の1

となり、その省スペースと省エネルギーによるグリーン

イノベーションが大きく推進される。 

 今年度は、Mn 系および Cr 系の垂直磁化薄膜形成を

試みた。具体的には、垂直磁化薄膜の下地層の開発を同

時に進め、多層構造一体としての材料探索を行った。ま

ず下地層の開発に於いて、熱酸化 Si 基板上に Cr、V、

Ta の（001）配向層を室温で形成することに成功した。

次いで、これら（001）配向下地層上に、Mn 系 Cr 系の

準安定規則合金層の垂直磁化材料の成膜を行い、レーザ

ー照射による瞬間熱処理を併用することで垂直磁化薄膜

の形成に成功した。このとき使用した装置は量産向けの

大型スパッタ装置であり、量産応用に即転用可能な技術

開発を行うことができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントロニクス、磁性材料、材料戦略、

レアアースフリー、垂直磁気異方性 

 

［研 究 題 目］物質や生命の機能を原子レベルで解析す

る低加速電子顕微鏡の開発 

［研究代表者］末永 和知 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］末永 和知、佐藤 雄太、劉 崢、 

越野 雅至、OviduCRETU、 
YungChan Lin、新見 佳子、 

佐藤 香代子、齋藤 昌子 

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
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本研究加速課題では、CREST 研究の成果をもとに、

製品化・市場投入を念頭に置き、装置開発と応用研究を

重点的に加速する。そのために、基礎電子光学および周

辺技術に立脚した電子顕微鏡の要素技術の高度化を行う。 

具体的には、10～100kV 程度で使用できるデルタ型

球面・高次収差補正機構および軸外収差の発生を抑制し

た色収差補正機構など、商用機に搭載可能な次世代の収

差補正装置を開発し、幅広いニーズに対応できる低加速

高性能電子顕微鏡を実現する。また、これに加えて、単

分子・単原子計測に特化した電子分光機能や環境制御機

能を備えた世界に例のない高機能電子顕微鏡を開発する。 

本研究加速課題により、軽元素材料の単分子・原子観

察のみならず、有機材料、生体材料など（ソフトマタ

ー）が観察可能となり、反応の直接観察による高効率太

陽電池開発や創薬への原子レベルのアプローチなど、多

分野にわたる研究の飛躍的な発展が期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］電子顕微鏡、収差補正技術、単分子イメ

ージング 

 

［研 究 題 目］自己組織プロセスにより創製された機 

能性・複合 CNT 素子による柔らかいナ 

ノ MEMS デバイス 

［研究代表者］畠 賢治 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］畠 賢治、湯村 守雄、山田 健郎、 

Futaba Don、小橋 和文、関口 貴子、 

田中 文昭、山本 由貴、山田 幸子、 

LASZCZYK Karolina Urszula、 

浜名 志帆、彦坂 理恵 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

CNT はその優れた物理・化学的特性のため、次世代

デバイスのコア素材として期待されている。しかしなが

ら、CNT デバイスを実用化するためには、所定の位置

に所望の量の CNT を敷設し、かつ配向方向・形状を任

意に制御して、多様かつ設計された機能を有する CNT
デバイスを安定に再現性良く製造する技術が必須である。

このような高度な構造制御が必要なため、CNT デバイ

スは、CNT を大量にバルク材料として使用する用途よ

り、実用化が遥かに困難となっている。 

本研究では、カーボンナノチューブ（CNT）MEMS
デバイス産業を実現するための、デバイス基盤製造技術

と、異材料とのインテグレーション技術を開発している。

ボトムアップの技法と微細加工技術を組み合わせて、

CNT の位置・形状を自由自在に制御しながら集積化、

異材料とインテグレーションさせ、デザインされた機能

を有する CNT 素子・ナノ（MEMS）デバイスの創製を

目標としている。 

 これまで我々のグループでは、CNT の超高効率成長

法である、スーパーグロース法を用い、基板からシート

状に垂直配向した、CNT のマクロ構造体「CNT シー

ト」を作製した。それを成長基板から剥がして、デバイ

スを製造する基板上に液滴を導入し、その乾燥時に、シ

ートの CNT 同士を液体の表面張力で引きつけ高密度化

し、同時に基板にも密着させ貼り付ける技術を開発した。

これにより、CNT が平面的一方向に配向し、高密度に

集合し板状になった「CNT-wafer」を、任意の基板の

任意の位置に、任意の配向方向をもって形成可能とする

「CNT シートを基板に貼って作るデバイスの製造技術

開発」を行ってきた。本年度は、CNT シート貼り付け

技術に基づいて、CNT センシング構造体の作成に成功

した。開発した CNT ツイストセンサーは、人体やロボ

ットの動作をモニターでき、ストレッチャブルデバイス、

ヘルスケア、バーチャルリアリティ等の広い分野で応用

が期待される。 

CNT の新規な機能発現を目指し、異材料との複合化

技術を開発するため、CNT の密度制御技術、形態制御

技術の開発を行った。特にフレキシブルキャパシタ、ナ

ノメカトロニクスやバイオ発電デバイスに特化した複合

化技術の開発に取り組んでいる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、スーパーグロー

ス、CNT-wafer、デバイス 

 

［研 究 題 目］高機能化細胞増殖因子を用いたヒト iPS
細胞用の無血清培養液の開発 

［研究代表者］今村 享（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨、鈴木 理、浅田 眞弘、 

倉持 明子、織田 裕子、上原 ゆり子、 

隠岐 潤子、中島 真紀 

（常勤職員3名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞を用いた再生医療が本格化している。そこで

用いる細胞を増殖させ加工するためには、動物由来成分

を含まない無血清培養液と高い生理活性を有する細胞増

殖因子が必要である。加えて、培養液交換頻度低減や細

胞形質維持能力の向上が期待されている。独自の知見と

技術で作られた細胞増殖因子 FGFC は、ヒト ES/iPS
細胞の培養に必須な FGF2の特徴を有し、かつ高い安定

性と生理活性を有する。本研究では、被災地仙台の細胞

培養用培養液の製造会社が確立した無血清培養液作成技

術を基盤として、この新規増殖因子の性能を最大限に活

かし、ヒト iPS 細胞用の無血清培養液、及びヒト再生

医療用細胞に使用できる高性能無血清培養液を開発する

ことにより、震災からの復興を支援することを目指して

いる。 

 本年度は、複数のヒト iPS 細胞株において、FGFC
が示す細胞の未分化能の維持活性と、増殖促進活性を評

価した。iPS 細胞の新規培養液を開発するための基盤と
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して、京都大学 iPS 細胞研究所（CiRA）で確立された

標準的培養技術を導入し、iPS 細胞の維持・培養を行う

基礎的作業手順を整備した。iPS 細胞として、CiRA で

確立された標準的細胞株201B7に加え、253G1株の解析

も開始した。未分化マーカー遺伝子の発現維持性能を信

頼性高く評価するため、201B7株では、FGFC により10

継代以上の維持培養を行い、定性的な解析により、細胞

が良好に増殖し、4種の未分化マーカーの発現レベルに

おいても、従来用いられている FGF2を用いた場合と同

様に良好な性質を示すことを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］再生医療、iPS 細胞、細胞培養液、震災

復興 

 

［研 究 題 目］藻類由来レクチンを用いた血中ウイルス

等除去技術の開発 

［研究代表者］巌倉 正寛 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］巌倉 正寛、広田 潔憲 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 関係する企業および大学との共同により、ウイルス吸

着除去のリガンドとして使用する藻類由来レクチン自体

の血液適合性評価法を確立し、血液適合性の面からのレ

クチンのスクリーニングが行えるようにする。また、藻

類由来レクチンをシリカモノリス担体に結合させた吸着

担体（デバイス）の血液適合性を評価しうる評価法を確

立する。これにより、吸着担体（デバイス）の血液適合

性を改善し、血液体外循環吸着療法に使用できるように

することを目的に研究開発を行っている。このような課

題の中で、我々は、吸着担体に導入するウイルスを結合

除去するための固定化用リガンド蛋白質の開発及びその

大量製造方法についての開発を分担している。 

 平成24年度は、配向制御固定化できるようにデザイン

したレクチンの大量製造法を開発するため、精製方法を

検討し、ニッケルキレートカラム→陰イオン交換カラム

→ニッケルキレートカラム、の順に連続クロマトグラフ

ィーを行うことによって高純度に精製できることを確認

した。また、糖鎖の特異性に関するバリエーションを広

げるため、異なるタイプのレクチンを配向制御固定化で

きるようにデザインし、大腸菌に発現させて大量精製す

ることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］レクチン、藻類、ウイルス、除去デバイ

ス、固定化蛋白質、配列デザイン 

 

［研 究 題 目］抗体発現細胞開発および培養モニタリン

グのための迅速な抗体濃度測定装置の開

発 

［研究代表者］巌倉 正寛 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］巌倉 正寛、広田 潔憲、吉岡 恭子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで独自に開発してきた「モノクローナル抗体の

高速精製技術を活用した培養液中の抗体濃度の迅速測定

法」を活用し、抗体産生用 CHO 株の培養液中の抗体濃

度測定をハイスループットに行う装置の開発とそれを用

いた CHO 細胞育種支援技術および培養モニタリング技

術への適用可能性について検証を行うことを目的に研究

開発を行っている。 

 昨年度まで開発していた96穴タイプの抗体精製用マル

チカラムプレートにおいては、細胞培養液から抗体を精

製する際、不純物の持ち込みによるバックグラウンドが

あり、低濃度の抗体に関しては吸光度の測定データにば

らつきが見られた。そこで平成24年度は、マルチカラム

プレートの製造方法を検討し、バックグラウンドおよび

測定データのばらつきを低減させることに成功した。そ

の結果、無血清培地においては、0.2ml の培養液中

0.005mg/ml までの低濃度の抗体を検出し定量できるこ

とを確認した。また実際に、CHO 細胞にモノクローナ

ル抗体を発現させてマルチカラムプレートで精製してみ

たところ、高純度に精製できることを確認した。これら

の結果は、発現細胞構築におけるハイスループット化に

貢献できる成果と考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗体濃度測定、モノクローナル抗体、ハ

イスループット、CHO 細胞、発現細胞

構築 

 

［研 究 題 目］ラベル不要の高機能性バイオセンサシス

テムの開発 

［研究代表者］Penmetcha Kumar（バイオメディカル

研究部門） 

［研究担当者］Penmetcha Kumar、末永 恵美、 

水野 洋、富永 淳二、 

       Subash C.B. Gopinath 
（常勤職員2名、他11名） 

［研 究 内 容］ 

目標：  

 バイオセンサとは、生体関連物質を用いたセンサのこ

とであり、その用途は広く、重要性は高い。しかし、計

測には、蛍光色素や放射性同位体等でラベルして利用す

るのが現状であり、煩雑な作業やコストがかかる等問題

点が多い。これらの問題点を解消すべく、我々は DVD
を導入し、化合物のデｨスク基板上への結合を光デｨスク

における信号の変化として捕らえることが可能となった

ので、ラベル不要バイオセンサとしての BioDVD 開発

を行う。  

計画：  
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RNA アプタマーのディスク上への吸着試験において

は、非特異的吸着が生じやすいため、反射率の観測にお

いて目に見えない程度に非特異的吸着を減少させる。

NMR で構造解析したプリオンアプタマーを DVD 基板

上にハイブリダイゼーションさせる際に、標的分子との

相互作用が立体障害によって阻害されることがないかを

検討する。プロトタイプ評価機検出回路基板の動作確認、

信号処理手法の検討、アプリケーションソフトの改良、

機能追加を行う。ハイスループットを念頭に置いたイン

クジェット方式は、多種高速スポッティングには不向き

なので、多種溶液の均一キャピラリー固定法を検討する。 

年度進捗状況：  

SAM 試薬を導入しても非特異的吸着の根本的解決に

は至らず、特に洗浄と乾燥が問題になることが判明した

ので、最初から DVD 基板を用いずに、非特異的吸着を

除く pre-step 法を導入し、最終ステップに DVD 基板

を用いることにより非特異的吸着解消に成功した。

DVD 基板上で立体障害が無いプリオンアプタマーをデ

ザインし、実際に SAM を用いて測定し、標的分子との

相互作用の信号を確認した。ソフトウェアについてはい

くつかの項目の機能追加を行い、ソフト処理だけでは信

号レベルの精度が良くない場合に、手動による信号レベ

ルのエディット機能を改良した。50本のキャピラリーに

異種溶液を毛細管現象により注入し、容器に封入して

徐々に減圧して滴下することで、異種高速マルチスポッ

ティングが可能になった。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］BioDVD、アプタマー、バイオセンサ 

 

［研 究 題 目］藻類由来原料を利用した多糖類系バイオ

プラスチックの研究 

［研究代表者］芝上 基成 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］芝上 基成（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 地球上にほぼ無尽蔵であり、トウモロコシのように食

糧としての供給と競合せず、かつ安定に供給されうる非

食用植物資源由来の多糖類を主原料とした、バイオプラ

スチック創製のための基盤技術の確立を目的とする。本

課題で開発するバイオプラスチックは、自然が創り上げ

た精緻かつ強固な構造をもつ多糖類（グルコースポリマ

ー）を主骨格としてもつことを構造上の特徴とする。平

成24年度は微細藻類の一種であるユーグレナ（ミドリム

シ）から抽出した多糖類（パラミロン）に、長さの異な

る長鎖アルキル基を様々な割合で導入した各種パラミロ

ン誘導体を合成し、これらについてその諸物性を測定す

ることでバイオプラスチックとしての利用可能性の検討

を行った。今回合成した6種類のパラミロン誘導体はい

ずれも熱可塑性を示すことが明らかとなった。その熱可

塑性は植物由来プラスチックであるポリ乳酸（PLA）

やナイロン11、石油由来の ABS 樹脂と同等レベルであ

った。5%重量減少温度については PLA やナイロン11よ

りも若干低いもののほぼ同等レベルであった。また耐熱

性の指標であるガラス転移温度についは PLA、ナイロ

ン11、ABS 樹脂よりも高いことが分かった。曲げ強度、

曲げ弾性率については PLA、ナイロン11、ABS 樹脂と

同等レベルであった。一方、衝撃強度については ABS
樹脂よりも低かったが PLA やナイロン11と同等レベル

であった。一連の物性測定より、パラミロンに導入した

長鎖アルキル基の置換度および長鎖アルキル基の長さが

これらの物性値に大きく影響を及ぼすことが明らかとな

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微細藻類、バイオプラスチック 

 

［研 究 題 目］復興促進プログラム（A-STEP）探索タ

イプ「未利用海藻資源からの健康食品素

材製造技術の開発」未利用海藻資源から

の健康食品素材製造技術の開発 

［研究代表者］市村 年昭 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］市村 年昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方沿岸地域において中小規模設備で実施可能な

新規高付加価値食品加工法の開発を目指して、未利用海

藻資源から血圧降下ペプチドを含有する機能性食品素材

を製造するための基盤技術の開発を目標とする。当研究

室のこれまでの研究や各種報告を元に検討した結果、一

部の海藻から機能性食品成分になり得る血圧降下ペプチ

ドを生成できることが示された。本研究ではこれを食品

加工法として応用することを目指し、藻体の前処理から

精製過程まで可能な限り簡便で再現性が期待できるよう

に各工程の諸条件を設定し、得られた機能性食品素材試

料の生成率、その血圧降下作用の強さ等を定量的に測定、

評価することにより、技術移転のための基盤データを取

得する。本年度は、東北地方で資源量が比較的多く、近

年さまざまな調理法が考案され注目度が高まっているア

カモクを取り上げた。松島湾産海藻の乾燥藻体を材料と

し、破砕法、酵素処理法などの各種処理条件を検討し、

抽出液試料を調整した結果、一定の条件下で、アンジオ

テンシンⅠ変換酵素阻害活性を有する試料が得られた。

さらにこれを高血圧自然発症ラットに経口投与し、その

血圧を測定した結果、投与から5時間後の血圧が有意に

低下することが見いだされた。今後さらに、他の海藻資

源について検討を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］食品、生理活性、血圧降下作用 

 

［研 究 題 目］復興促進プログラム（A-STEP）探索タ

イプ「未利用海藻資源からの健康食品素
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材製造技術の開発」ヤマユリ精油の産業

化に関する研究 

［研究代表者］河野 泰広 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］河野 泰広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヤマユリの精油はこれまでに全くなかったものである

ため、新しいニーズが創出されることから、中小企業へ

の技術移転を行い、実用化の促進を図る。本研究では、

ヤマユリ花弁から精油を安全かつ簡便に抽出する小規模

企業向け技術を開発することを主要な目標とする。ヤマ

ユリの香りにばらつきがなく、簡便かつ安定に抽出し、

香水のユリ抽出成分の濃度を安定化する。さらに抽出し

た精油成分の確認と、精油の生活習慣病への効果など機

能性解析を行う。研究計画の一年目の今年は、ヤマユリ

精油（香気成分）を採る方法として担体吸着法および溶

媒抽水法を検討した。担体吸着法としてユリの花の部分

を生け花の状態にして、成分の酸化、劣化を防ぎつつ、

減圧吸引を行い、トラップ（担体カートリッジ入り）中

に香気成分を回収する手法を開発し、担体には逆相 C18、

陽および陰イオン交換樹脂、活性炭等種々の充填剤につ

いてユリ花弁成分の抽出を行った結果、逆相 C18の担体

を用いた場合、ヤマユリの香気成分を含む精油を得るこ

とができた。また酸化防止剤を添加した引火性の低い有

機溶媒を用いて香気成分を抽出する手法を開発し、良い

結果は得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヤマユリ、精油、酸化防止剤、香水、生

活習慣病 

 

［研 究 題 目］DNA ポリメラーゼの displacement 活性

（鎖置換活性）の増強による二本鎖

DNA 複製系の開発 

［研究代表者］松井 郁夫 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松井 郁夫（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 DNA プライマーゼと MCM ヘリカーゼを共存させる

ことによりファミリーB DNA ポリメラーゼ（PolB）の

鎖置換活性を高め、化学合成プライマーに依存しない

Leading 鎖と Lagging 鎖の同時合成系を開発する。 

研究計画： 

 従来法として、環状一本鎖核酸分子を鋳型として、

phi-29DNA ポリメラーゼ等の鎖置換型 DNA ポリメラ

ーゼで、相補的な配列を繰り返し合成させる方法が既に

知られているが、この鎖置換型酵素を用いる方法では、

複数の化学合成プライマーと環状一本鎖核酸が必ず必要

である。そこで、それらに依存しない、Leading 鎖と

Lagging 鎖の同時合成系を構築する。 

年度進捗状況： 

 まず、H24年度は、蛍光標識化プライムマーをアニー

ルさせた環状一本鎖 DNA 基質を作成するために、種々

の長さのオリゴヌクレオチドをデサインした。また、超

好熱菌由来の MCM ヘリカーゼ（PH0606）高発現系を

構築し、組換え大腸菌上清からニッケルカラムを用いた

His-tag 融合体の精製に成功し、ATPase 活性と3’→5’方
向性の unwinding（巻き戻し）活性測定を試みた。そ

の結果、精製された MCM ヘリカーゼには ATPase 活

性は存在するものの、3’→5’方向性の unwinding（巻き

戻し）活性が欠けていることが分かった。そこで、クロ

ーニングした MCM ヘリカーゼ遺伝子の塩基配列解析

を行ったところ、6か所の変異を確認した。さらに、

DNA プライマーゼ（Pri）は触媒機能を有する小サブユ

ニット（PriS）と制御機能を有する大サブユニット

（PriL）が会合し、ヘテロ2量体を形成することにより、

DNA プライマーゼ活性が著しく増強されることを確認

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA ポリメラーゼ、遺伝子複製、鎖置

換活性、超好熱性古細菌 

 

［研 究 題 目］シグナル撹乱複合体の電子顕微鏡解析 

［研究代表者］佐藤 主税 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、川田 正晃、三尾 和弘 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 ASEM を用いた、CagA の細胞内への移行経路の解

析、極低温電子顕微鏡を用いたシグナル撹乱複合体の単

粒子解析を行う。溶液中での電顕観察を可能とする

ASEM を用いて、金でラベルした CagA を用いて細胞

内へ移行する CagA の移動経路を解析する。 

極低温電子顕微鏡を用いた解析では、電顕像の解析と

生化学解析を組み合わせ、得られている多量体構造に関

して一定の答えを得るべく努力する。 

研究計画： 

 現在、CagA の細胞内移行に関しては、いくつかの点

で論争になっている。これは、CagA が細胞内に移行し

ていく過程を捉えた高分解能画像が得られていないこと

が一番の原因である。ASEM を用いることで、光学顕

微鏡より高分解能での観察が可能となる。多くの画像を

取得することで、細胞内に移行して行く過程の CagA
の像を得る。 

 極低温電子顕微鏡を用いた解析では、CagA 単体とシ

グナル撹乱複合体を対象とする。これまでに得られてい

る CagA の電子顕微鏡像は、単分子で構造の柔軟性を

示す分子種と、数個の CagA が集合して多量体を形成

しているものに分けられている。電子顕微鏡による単粒
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子解析と X 線結晶構造解析により得られたシグナル撹

乱複合体の部分構造を組み合わせることで、シグナル撹

乱複合体の全体像を得るべく解析を行う。 

年度進捗状況： 

 ASEM による CagA の細胞内移行の解析に必要な基

盤技術開発と、CagA 単体での透過電顕解析を中心にプ

ロジェクを進めた。ここでは、CagA が Helicobacter 
pylori 菌で生産され、ヒト細胞へと注入される様子の可

視化を行った。強くラベルされた細長い pylori 菌が、

一部丸い菌と共に宿主細胞に貼り付いて観察された。今

後、CagA および4型分泌機構に関して、電顕法をさら

に最適化する。 

 透過電顕による CagA 単体の構造情報の取得を目指

し、解析ツールの開発を進めた。CagA 単量体は分子量

130kDa であり、その粒子はコントラストが小さく、微

かにしか見えない。その画像拾い上げを実現するために、

新たに自動拾い上げアルゴリズムの開発行なった。 

 単粒子解析では、粒子像ライブラリーを構築した後で

初期3次元構造を構築する。構造と画像ライブラリーと

を照らし合わせながら、繰り返し計算によって構造を改

善してゆく。CagA の構造決定を最短時間で進めるため

に、ワークフローの最適化を大幅に自動化するプログラ

ムを構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、単粒子解析、pylori 菌、 

CagA 

 

［研 究 題 目］研究成果展開事業 研究成果最適展開支

援プログラムフィージビリティスタディ

ステージ探索タイプ「レンチキュラーレ

ンズを用いた高精度な姿勢検出が可能な

視覚マーカの開発」他5課題 膜タンパ

ク質認識ペプチド創製技術の最適化およ

び自動化に関する技術開発 

［研究代表者］木村 忠史 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］木村 忠史、亀山 仁彦、久保 泰 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 我々は大腸菌を用いた膜タンパク質を認識するペプチ

ドを創製する技術（ intra Periplasm Secretion and 
Selection 法（PERISS 法））の開発に成功した。固相で

行っている PERISS 法で扱えるライブラリーサイズを

約1000-10000倍に拡大するために液相で行う技術を開発

し、更に自動化するための素過程の最適化を行う。以上

の技術開発により(1)より大きな母集団からの探索が可

能となる、(2)複数の標的膜タンパク質を同時に扱える

ようになる、(3)培養条件や洗浄条件などの条件検討も

同時に行えるようになり、PERISS 法の企業への技術

移転の可能性を高めることになると期待される。 

研究計画： 

 H23年度に得た液相培養条件で4つのアミノ酸をラン

ダムライブラリー化したペプチドを用いて、ある受容体

に対して PERISS 法を適用する。 

年度進捗状況： 

 LB（OE）培養液を用いて培養した PERISS 法によ

るスクリーニング前のプラスミドを解析したところ、終

止コドンが出現しているものが10%ほどであり、これは

アミノ酸4カ所に変異を入れたランダムライブラリーに

おいて終止コドンが出現する確率とほぼ同等であった。

PERISS 法を適用した結果のプラスミドを解析したと

ころ、終止コドンの出現確率が85%と高率であった。一

方、残りの15%のアミノ酸配列を解析したところ、ある

種のアミノ酸に収束することが認められた。しかしなが

ら、終止コドンが85%という高率で出現していることお

り、いかにして効率的に非特異的結合を除去するかが今

後の課題となった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］PERISS 法、スクリーニング、液相培 

養、自動化 

 

［研 究 題 目］バイオメディカル光イメージングにおけ

る数理モデルと画像再構成 

［研究代表者］星 詳子（東京都医学総合研究所） 

［研究担当者］谷川 ゆかり（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、 

星 詳子（東京都医学総合研究所） 

岡田 英史（慶應義塾大学）、 

吉永 哲哉（徳島大学）、 

大川 晋平（防衛医科大学） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

輻射輸送方程式の解析から導かれる生体内光伝播数理

モデルの妥当性の検証を目的として、光学ファントム、

小動物、ヒトを対象にフェムト秒パルス光源と高速の光

検出器から構成される高精度時間分解計測システムを用

いた生体計測を行い、数理モデルとの比較を行う。また、

多チャンネル時間分解計測システムを用いて、ファント

ムとヒトの計測を行い、画像再構成アルゴリズムの検証

を行う。 
平成24年度は、ファントムの設計及び試作・改良を行

うと同時に、高精度時間分解計測システムを立ち上げ、

実験精度の検証を行った後、ファントム計測を行った。

また、多チャンネル時間分解計測システムを用い、ファ

ントムを対象とした計測を行い、画像再構成アルゴリズ

ムの妥当性の検討を行った。 
 フェムト秒レーザとストリークカメラによって構成さ

れる高精度時間分解計測システムにおいては、ファイバ

ホルダ等計測冶具の開発を行うとともに、均質な平板の
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ファントムを用いた時間分解計測実験を行った。さらに

その結果を装置関数を利用して補正をかけたモンテカル

ロシミュレーション結果と比較し、時間分解計測結果と

たいへん良い一致が見られた。 
 多チャンネル時間分解計測ステムを用いた計測では、

円柱形ファントムおよび計測用冶具を作製し、光ファイ

バをファントムの周囲に同一平面上かつ放射状に設置し

て時間分解計測を行い、その結果を従来の光拡散方程式

を用いた画像再構成アルゴリズムを用いて再構成し、そ

の精度について検証を行った。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］近赤外光を利用した生体計測装置、光拡

散方程式、光学ファントム 

 

［研 究 題 目］大脳皮質への神経活動入力による機能回

復促進 

［研究代表者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］肥後 範行、山本 竜也、杉山 容子

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

皮質内微小刺激法－intracortical microstimulation 
（ICMS）を用いて、マカクサル第一次運動野の体部位

マップを同定した後に、神経毒であるイボテン酸を体部

位マップの手指の領域に注入し、限局した損傷を作成し

た。脳機能回復に伴う領域レベルの活動変化の背景にあ

る、単一ニューロン活動の変化を知るために、サルがス

リットから物体を把握し、取り出して食べるという一連

の運動を行っているときに、脳内に記録電極を刺入し単

一ニューロン活動を計測した。この分野の先行研究とし

て、ICMS によって同定される体部位マップの変化を調

べた研究がある（Nudo et al., 1996）。この先行研究で

は、運動野の手指領域を損傷した後にリハビリ訓練を行

うと、もともとは肘や肩の動きにかかわる領域に手指領

域が拡がることから、この体部位マップの変化がリハビ

リによる機能回復の脳内基盤だと考えられてきた。今回

の私の実験では、損傷した領域の周囲に指領域の拡大が

少し見られた一方、電気刺激で何も応答が見られない領

域、すなわち体部位マップが明確でない領域が多くなり、

第一次運動野の指と肘肩以外の領域がほとんど見つから

なくなった。この結果と先行研究との違いの原因は不明

であるが、先行研究はリスザルを用いているのに対して、

本研究では手の巧緻性の高いニホンザルを用いているこ

とと関係がある可能性がある。この体部位マップの変化

に対応して、損傷前と運動機能の回復後で活動パターン

の変化を示す領域がいくつか見られた。例えば電気刺激

で何も応答が見られない領域では、損傷前と比べて、手

の動きに相関したニューロン活動が有意に上昇した。こ

のことから、損傷後の回復期には、手の動きを担うニュ

ーロンが損傷の周辺領域にモザイク状に広がっていると

考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リハビリテーション、霊長類、病態モデ

ル、機能回復、神経可塑性 

 

［研 究 題 目］BMI を介した観察者間の知覚共有技術

の開発 

［研究代表者］林 隆介（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］林 隆介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

脳と脳の間で視覚情報の伝達を行うブレイン・トゥ・

ブレイン・インターフェース技術の基礎研究として、本

研究は、動物モデルを用いた実証実験を主眼としたシス

テムの開発研究を行った。すなわち、一方の動物モデル

から、マルチ微小電極アレイを用いて神経活動を記録し、

その神経活動から視覚体験を解読し、解読した視覚情報

を他方の動物モデルにマルチ微小電極アレイを介して皮

質電気刺激として入力することで、視覚情報の伝達を行

うことををめざした。実験では、多数の微小電極アレイ

を、サルの下側頭葉に埋め込み（電極総数224本）、覚醒

行動下で多数の神経活動を同時記録した。さまざまな物

体画像を提示したところ、100チャンネル以上の電極か

ら下側頭葉ニューロンの活動電位を記録することができ、

記録した神経活動から、モデル動物がどの画像を見てい

たか高い精度で判別できることを明らかにした。さらに、

圧縮した画像情報と神経情報との間の写像関係を機械学

習することにより、大まかではあるが入力画像の復元に

成功した。また、多点で皮質電気刺激できるシステム開

発を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、ブレイン・マシン・インタフ

ェース、視覚情報処理 

 

［研 究 題 目］社会ロボットにおける文化的モデルに関

する研究－日本とアメリカにおけるロボ

ットの利用者の比較に関する研究 

［研究代表者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門 

［研究担当者］柴田 崇徳、和田 一義、川口 幸隆 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 動物の様に人と共存し、特に身体的な相互作用を通し

て、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊か

にすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」を開発している。動物の場合、アレルギー、人畜感

染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生などの問題

で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・医療福

祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、動物

と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 



研 究 

(556) 

これまでに国内外30か国以上で約2600体が利用され、

米国では医療機器として承認され、ドイツのニーダー・

ザクセン州ではパロを用いた在宅認知症高齢者等の訪問

介護サービスが保険適用となった。米国のイリノイ州で

は、看護師等に義務付けている継続教育ユニット（年間

30ユニット＝30時間）の1ユニットにパロに関する講義

が認定されている。デンマークでは医療福祉施設でのセ

ラピーを目的に、一日の講習によるライセンス制度とと

もに、施設のみを対象としてパロを導入し、これまでに

300名強がライセンスを受け、70%以上の地方自治体の

施設に導入された。また、オランダ、スウェーデン、ド

イツ等の他のヨーロッパの国でも同制度を導入している。 

本研究では、日本と米国において、それぞれ、アンケ

ート調査や医療福祉施設での臨床実験から、パロの受容

性やセラピー効果に関して様々な評価や比較を行ってい

る。一般家庭ではペットの代替として家族の一員に、医

療福祉施設ではアニマルセラピーの代替として高齢者向

け施設での生活の質を向上させ、認知症高齢者の脳機能

や行動を改善しているが、文化的背景や社会制度の違い

による、日米での違いについて、欧州とも比較しながら

研究している。さらに、日本の独特の環境として、東日

本大震災の被災地で、被災者の心のケアや被災者と支援

者の交流におけるパロの役割についての研究も行ってい

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］文化比較、ロボット・セラピー、認知症、

東日本大震災の被災者の心のケア 

 
［研 究 題 目］プリンテッドエレクトロニクスのための

強誘電／導電技術の開発 

［研究代表者］鎌田 俊英（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター） 

［研究担当者］鎌田 俊英、白川 直樹、徳久 英雄、

植村 聖、末森 浩司、福田 伸子、 

峯廻 洋美、堤潤也、松井 弘之 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は印刷可能な強誘電／導電体材料の材料・デバ

イス・プロセス開発のための研究交流を目的とする。具

体的には産総研の材料、印刷技術と、フィンランド、

VTT のデバイス、大量生産プロセス技術を組み合わせ、

メモリ素子、センサ素子開発などにおいて革新的な印刷

エレクトロニクス技術を創出する。 

 日本、フィンランドともそれぞれ独自にまた共同での

成果が上がっている。特に、スーパーインクジェットを

用いて形成する高密度高速書き込みの WORM メモリー

の研究開発において、相手側チーム VTT から2名研究

員が産総研を訪問し、産総研のスーパーインクジェット

を実際利用して、デバイス作製を共同で行った。それに

よって、線幅がより均一なラインを作製する条件を得る

ことに成功した。 

 さらに、11月から産総研のメンバーが5人増員され、

産総研、VTT 両者のポテンシャルをさらに活かせるよ

り強力な共同研究体制を整えることができた。その結果、

新たに産総研のマイクロコンタクト印刷技術、酸素ポン

プ技術を用いて CNT、グラフェンをベースとした透明

電極、半導体を開発することとなった。1月には産総研

から7名が VTT を訪問し、これまでの研究経過報告と

今後の方針について協議を行った。協議後に産総研メン

バー1名が2週間 VTT に滞在し、VTT の高速通電焼結技

術を習得し、さらにウェットプロセスで作製した半導体

膜を高速通電焼結する技術開発について共同で取り組み、

交流高速通電焼結技術を半導体用途に適すよう改良し、

技術課題の抽出とプロセス適用可能性を見出した。 

 3月に産総研つくばにて、国内外の招待講演者を集め、

「日欧プリンテッドエレクトロニクスの最新動向とビジ

ネス展望」と題してシンポジウムを開催した。 

 本研究で日本とフィンランドが交流を通じて相互的に

取り組むことで、印刷可能な強誘電材料や導電材料の開

発を行い、各種センサやメモリ、電気回路、素子電極、

アンテナなどへの応用が期待される。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］プリンタブルエレクトロニクス、フレキ

シブルエレクトロニクス、メモリ、配線 
 
［研 究 題 目］新しい高性能ポリマー半導体材料と印刷

プロセスによる AM-TFT を基盤とする

フレキシブルディスプレイの開発

（JST） 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクト

ロニクス研究センター） 
［研究担当者］長谷川 達生、山田 寿一、 

堀内 佐智雄、松井 弘之、堤 潤也、 

井川 光弘、千葉 亮輔、松岡 賢 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、印刷により製造されたフレキシブルなアク

ティブ・マトリックス・トランジスタアレイ（AM-
TFT）の開発を目標として、広島大学・住友化学・大阪

大学・産総研が共同して、高性能ポリマー半導体の開発

とデバイス高性能化のための研究開発を行う。平成24年

度において産総研が取り組んだ研究は以下の通りである。

①新規ポリマーTFT の素子特性最適化・安定性向上に

おいては、有機薄膜トランジスタの浅いトラップ状態の

起源について、有機高分子ゲート絶縁体材料内の極性基

のランダム分布による効果についてモデル解析を行い、

これが浅いトラップ密度分布を形成する原因になること

を明らかにした。②新規ポリマーTFT の高効率電極の

印刷プロセスへのインテグレーションにおいては、親水

／疎水パターンを用いて印刷技術により精細度の高いパ
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ターニングを可能にする技術を確立するため、親水／疎

水パターン上の液滴形状シミュレーション技術を開発、

及び、反応性を有する基板表面の介在によりナノメタル

インクの室温凝着化と電極配線パターン形成を同時に促

す、超簡易印刷プロセス技術の開発に成功した。③プッ

シュコート法によるアレイ化技術の開発においては、ポ

リマーTFT によるアクティブ・バックプレーンを新開

発したプッシュコート法を用いて製造することに初めて

成功するとともに、高性能な TFT を多く与える低分子

系有機半導体にもプッシュコート法の適用が可能である

ことを実証することに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］有機半導体、プリンテッドエレクトロニ

クス、プリンテッドエレクトロニクス、

アクティブ・バックプレーン、薄膜ト

ランジスタ、ポリマー半導体、有機エ

レクトロニクス 
 
［研 究 題 目］有機強誘電体の新材料開発、薄膜プロセ

ス技術の開発、及び電子状態計算 

［研究代表者］堀内 佐智雄（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］堀内 佐智雄、長谷川 達生、 

山田 寿一、所 和彦、野田 祐樹、 

加藤 綾乃（フレキシブルエレクトロニ

クス研究センター）、 

石橋 章司（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員5名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 「元素戦略を基軸とする物質・材料の革新的機能の創

出」領域で採択された課題「有機材料を用いた次世代強

誘電物質科学の創成」（JST CREST、課題代表：産業

技術総合研究所）を、標記のテーマで主導している。本

研究では、（1）優れた分極性能と十分な耐久性をもつ新

規有機強誘電体の材料開発、（2）多結晶性薄膜／単結晶

性薄膜の作製によるデバイス化に適した薄膜・印刷プロ

セス技術の確立、（3）自発分極などの物性パラメータ予

測、スペクトルシミュレーション、及び分子軌道解析な

ど微視的電子状態の解明に向けた理論計算、の3点に取

り組んでいる。平成24年度は，生体物質にも含まれるイ

ミダゾール化合物を用いることで、化学的安定性や溶解

性を向上させつつ高い分極性能をもつ低分子強誘電体を

実現した。反平行な分極配向を電場で平行に強制できる

反強誘電性や、2－メチルベンゾイミダゾールのような、

90度配向も可能な擬正方晶型の強誘電体など、分子配列

に応じた多様な分極配向ができた。また、さまざまな組

み合わせの化学修飾が可能であり、多くが市販品もしく

は確立された合成法で入手できるため、結晶構造と次元

性など、有機強誘電体の構造物性相関を調べる格好の舞

台が実現できた。理論計算については、酸（アニル酸）

と塩基（種々のビピリジン類やフェナジン）が水素結合

した新規有機強誘電体の電子状態および自発分極の大き

さを第一原理計算により評価し、実験結果の正当性を裏

付ける妥当な結果を得た。今後、イミダゾール化合物な

どによる、ドメイン構造制御を通じた高機能化への展開

を図る予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造分野 

［キーワード］有機強誘電体、有機エレクトロニクス、

相転移現象、電子状態、第一原理計算 

 
［研 究 題 目］複雑化する世界における Natech（自然

災害と技術の相互作用）リスクの低減に

関する学際的研究：日本の経験から学び、

iNTeg-Risk プロジェクト・NaTech 分野

の手法を応用 
［研究代表者］岸本 充生（安全科学研究部門） 
［研究担当者］岸本 充生、和田 有司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 東日本大震災が、欧州で近年研究が進みつつあった

Natech（自然災害起因の技術事故）の典型例であるこ

と、及び、津波を原因とする Natech についてはまだ研

究が進んでいないことなどから、フランスの Natech リ

スク研究者と共同で、既存の Natech リスク研究に、津

波のケースを追加すること、および、サプライチェーン

を通した経済波及影響まで含めた拡大版の Natech リス

ク分析枠組みを提案することを目的とした。具体的には、

タンクを中心とする危険物施設の地震と津波からの減災

対策を対象に、フランスチームが工学的アプローチを、

日本チームが政策的アプローチを担当した。経済被害評

価モデルの基礎モデルとなる、地域間産業連関表をベー

スとした多地域・多部門・静学応用一般均衡モデルを開

発し、試験的なシミュレーションでは、東北地方の工場

設備の毀損が、サプライチェーンを通じ、他地域の経済

活動に影響をもたらす事態を再現できた。さらに、フラ

ンスチームが開発した産業施設のフラジリティカーブ

（脆弱性曲線）を媒介として、既存の Natech 枠組みに

サプライチェーンを通した経済的被害をつなげた拡大版

の Natech のフレームワークを提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］自然災害、Natech、法規制、保険金融 

 

［研 究 題 目］東日本大震災被災地域の中長期低炭素エ

ネルギー供給システムの検討 

［研究代表者］玄地 裕（安全科学研究部門） 

［研究担当者］玄地 裕（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 東日本大震災を受けて、原子力発電以外の低炭素エネ

ルギー供給システムについて再検討する必要性が生じて
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いる。本研究では、（独）科学技術振興機構低炭素社会

戦略センターと共同で、事業として経済的に自立可能で、

かつ、低炭素なエネルギー資源の活用計画の提案を目指

している。 

 平成24年度は、再生可能エネルギーの一つとしてバイ

オマスエネルギーを選び、東北3県における潜在的なバ

イオマスエネルギー量を試算した結果、年間約193PJ
（ペタジュール：10の15乗ジュール）と見積もられた。

これは、東北3県の民生部門（家庭と業務部門）の最終

エネルギー消費量（2009年推計値で合計約365PJ）の約

53%に相当し、大きなポテンシャルを有することが分か

った。 

 さらに、すでに再生可能エネルギーの導入が高度に進

んでいるヨーロッパの環境都市の中から、スウェーデン

のストックホルム（ハマルビー地区）、ベクショー、マ

ルメ、デンマークのコペンハーゲンを選び、自治体担当

者に再生可能エネルギー導入の歴史的、技術的な背景と

具体的なシステム運用などを中心とした聞き取り調査を

実施した。その結果、地域的、地理的特徴（地震が無い、

岩盤上の立地など）から木材を大規模建築に使いやすい、

地中熱利用システムの導入費用が安いなどの利点のほか、

環境都市プラニングに、同じ自治体担当者が長年携わっ

ていることや、土地の所有権を自治体が持っていること

が多いことが、プランの実現に大きく貢献していること

が示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］エネルギー、バイオマスエネルギー、環

境都市、低炭素社会 
 

［研 究 題 目］震源域で採取した岩石試料の物性および

破壊特性の研究 

［研究代表者］佐藤 隆司 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］佐藤 隆司、雷 興林（地圏資源環境研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協

力事業「鉱山での地震被害低減のための観測研究」の一

部を分担する。本事業は、南アフリカ金鉱山で発生する

地震を地震計、歪計等を用いて震源極近傍で観測するこ

とにより、地震発生過程解明および鉱山での地震被害低

減に寄与することを目的とする。本分担課題では、震源

域で採取した岩石試料の物性および破壊特性を室内実験

で計測し、震源極近傍での観測結果を解釈する際の基礎

データとする。 

 今年度は、2007年12月に南ア金鉱山の深度約3km で

発生した地震（Mw1.9）の震源付近から採取した橄欖

岩試料を用いた破壊実験を行い、AE 時空間分布から推

定される岩石試料の破壊過程と地震の震源過程の比較を

行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南アフリカ金鉱山、震源近傍観測、室内

岩石試験 

 
［研 究 題 目］ナノ細孔を有する多孔質材料の機能化 
［研究代表者］遠藤 明（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］遠藤 明、片岡 祥、上村 佳大、 

下村 真理江（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
ナノ細孔に閉じ込められた物質の相状態や吸着・移動

特性の基礎メカニズムを検討・解明し、得られた知見を

応用技術へ展開することを目的とする。ナノ細孔を有す

る多孔質材料の機能化，およびナノ細孔における物質の

吸着・移動現象の解析と制御に取り組む。主に高機能湿

度制御材料・システムの創成を目指す。 
ナノメートルオーダーで構造規則性を有するナノ多孔

質材料粒子、薄膜を合成するとともに、次年度以降に対

象とする材料に関する調査・構造設計を行う。 
ブロックコポリマーのミクロ相分離を利用したナノメ

ートルオーダーで構造規則性を有するナノ多孔質材料の

合成方法を開発した。同法によると、溶媒の極性をコン

トロールすることで同一のブロックコポリマーから多様

な相構造が得られること、従来のミセルテンプレートで

は報告されていなかった逆相（無機物が不連続相）も得

られることがわかった。またシリンダー状細孔を有する

ものについては、細孔径10nm でほとんど屈曲のない直

線的な細孔形状を得ることができた。 

また、ナノ細孔表面物性の評価手法として、細孔内部

の水の吸着および窒素有着等温線を極低相対圧（水蒸気

で p/p0＝10-5、窒素で p/p0＝10-8程度）からの測定が可

能となり、合成されたナノメートルオーダーで構造規則

性を有するナノ多孔質材料（メソポーラスシリカ粒子）

や、ゼオライトを対象としての測定を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ナノ多孔質材料、吸着、相変化 
 
［研 究 題 目］バッチ式内部熱交換型蒸留システムの実

用化開発 
［研究代表者］遠藤 明（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］遠藤 明、片岡 祥（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 リチウム電池合成用溶媒として用いられている N-メ

チル-2-ピロリドン（NMP）や製薬原体合成用溶媒とし

て用いられているピリジンを高効率にリファイン可能な

バッチ式内部熱交換型蒸留システムを実用化するための

操作ならびに設計条件を確立する。 

 バッチ式 HIDiC の塔底液からの脱水を吸着プロセス

により行うことを目的として、対象とする混合物系

（NMP あるいはピリジン）において使用可能かつ吸水

性にすぐれた吸着剤を探索するとともに、モデル系（ア
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ルコール-水系等）における水吸着除去に関する検討を

行う。これらの結果およびシミュレーション結果を融合

させることにより、吸着による脱水プロセスとバッチ式

HIDiC とのハイブリッド化による省エネルギー性向上

の可能性を山形大学とともに検証する。 

 平成24年度はイソプロパノール-水系において利用可

能な脱水用吸着剤として、親水性ゼオライトを選定し、

その液相における脱水挙動の検討をおこなった。エタノ

ール系と異なり、イソプロパノールが細孔内に侵入不可

能な A 型ゼオライトが最もよい脱水性能を示した。山

形大学とともに、吸着－蒸留ハイブリッドシステムのモ

デル化および省エネ特性計算を行い、実際に省エネとな

るプロセス条件を検討した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ナノ多孔質材料、吸着、脱水、バッチ式

内部熱交換型蒸留 
 
［研 究 題 目］化学的アプローチによるセルロースから

の乳酸合成および誘導体化 
［研究代表者］富永 健一（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］富永 健一、藤谷 忠博、島田 茂、 

高橋 厚、平田 恵一、佐藤 一彦 

（常勤職員5名、他1名） 
［研究内容］ 
本研究は、セルロース系バイオマス原料から化学的変

換法により乳酸を合成し、さらにその化学変換によりア

クリル酸を合成するための、一連の要素技術を開発する

ことを目的としている。本年度は、①六炭糖からの乳酸

合成反応用触媒の開発、②セルロースからの乳酸合成用

触媒の開発、③乳酸脱水反応触媒の開発を行なった。 

六炭糖からの乳酸合成反応用触媒については、昨年度ま

での成果を元に触媒系を最適化することにより、高収率

で乳酸を生成する触媒系を開発することができた。また、

蒸留により生成物を留去した残渣が触媒活性を有してお

り、触媒系が繰り返し再利用可能であることを確認した。 

また、上記の触媒系にセルロース分解能を持つ触媒と組

み合わせることにより、セルロースから一段で乳酸を合

成する触媒系の開発にも成功した。乳酸合成に適したセ

ルロース分解触媒をスクリーニングし、最適化も行なっ

た。 

乳酸脱水反応触媒の開発に関しては、従来のゼオライ

ト系触媒に代わる新規な触媒系を見い出した。初期活性

はゼオライト系に劣るものの、耐久性が格段に優れてい

る。表面の修飾により乳酸への選択性を向上できること

も見い出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］バイオマス、バイオマスリファイナリー、

セルロース、乳酸、アクリル酸、触媒 

 
 

［研 究 題 目］活性点の配置を精密制御した高性能固定

化金属錯体触媒の開発 
［研究代表者］深谷 訓久（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］深谷 訓久（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 嵩高いリンカーを利用し、SH 基を配位子として有す

る固定化パラジウム錯体触媒を新規に開発し、臭化アリ

ールとフェニルボロン酸を用いた鈴木カップリングにお

いて、収率90%以上を維持しつつ、技術移転への目安の

一つである10回以上のリサイクル使用が可能な触媒を開

発する事を目標とする。 

研究進捗状況： 

 担体上での触媒サイトの分布を高分散な状態にするた

め、嵩高いリンカーを介してシリカ担体上に SH 基を配

位子とするパラジウム錯体を固定化した触媒（A）、さ

らに触媒（A）表面の残留 OH 基をトリメチルシリル着

でキャップした触媒（A-Cap）を新規に調製した。また

性能比較の為、パラジウム錯体周りを同様の構造とし、

リンカー部位のみを従来型構造とした固定化触媒（B）

を調製した。 

 上記の3種の触媒を用いて、p-ブロモ安息香酸エチル

とフェニルボロン酸との鈴木カップリング反応により、

触媒活性および繰り返し利用性能の評価を行った。従来

型リンカーをもつ触媒（B）では、繰り返しの度に生成

物の収率が低下し、顕著な触媒性能の低下がみられるの

に対し、新規に開発した嵩高いリンカーを持つ触媒

（A）では、5回まで収率90%以上を維持しており、リ

ンカー構造を変える事によって触媒寿命を向上させるこ

とができた。しかし触媒 A では6回目以降の繰り返し利

用では触媒性能が低下し、収率は40-60%程度となった。

一方、触媒（A-Cap）ではさらなる長寿命化が実現でき、

最終目標である10回の繰り返し利用で収率90%以上を達

成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］固定化触媒、金属錯体、鈴木カップリン

グ反応 
 

［研 究 題 目］生体分子のセンシングデバイスへ応用可

能なマイクロ流路用金型の作製技術開発 

［研究代表者］鳥村 政基（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］愛澤 秀信、黒澤  茂、丹羽 修、 

栗田 僚二、加藤 大 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 種々の計測情報を迅速簡便に取得し活用できる社会の

構築が、特に環境やライフサイエンスの分野で強く望ま

れている。これまで、これら計測情報は実験室や試験所

などに持ち帰って大型の機器分析装置を使って取得して

いたが、近年は環境や医療のより現場に近い場所で誰も
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が迅速簡便に測定できるような技術の開発が課題となっ

ている。これらの課題を解決する方法として、片手に載

る大きさのマイクロ流路デバイス上で一連の計測が達成

できるデバイスの研究開発が進められてきた。その結果

いろいろな項目を分析できるマイクロ流体デバイスが提

案されてきた。しかし、一方でこうしたデバイスの量産

化の際の高い製造コストの問題は残されていた。 
 そこで、本研究では計測機能を持った流路を刻んだ樹

脂製のマイクロデバイスを量産するための新たな金型作

成技術を開発することを目標とした。現在民間企業と福

島県ハイテクプラザとの共同研究を通して開発を進めて

おり、特に現在市販されている金型より迅速かつ安価に

作成できる技術の開発に重点を置いている。 
 今年度は、環境中の化学物質や微生物、生体内の疾病

マーカー分子等をセンシングする機能を有するマイクロ

デバイスの試作を進め、試作したマイクロデバイスの性

能評価と問題点の洗い出しを図った。 
［分 野 名］環境・エネルギー、ライフサイエンス 

［キーワード］計測、診断、マイクロデバイス、金型 

 

［研 究 題 目］エレクトロスプレー反応場を利用した繊

維・紙加工技術の開発 

［研究代表者］脇坂 昭弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、小原 ひとみ 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 正・負エレクトロスプレーを対向させ、正・負に荷電

した極微小液滴間の静電的相互作用によって両液滴を衝

突・混合させることができるエレクトロスプレー反応場

の技術を利用し、銀ナノ粒子等の抗菌性の高い粒子を極

微小液滴内で合成し、そのまま繊維・紙製品の表面に効

率よく定着させる新たな製造技術を確立し、従来品より

も高機能、低コスト、低環境負荷な製造方法を開発す

る。また、本エレクトロスプレー反応場の技術が抗菌加

工以外の繊維・紙加工プロセスに適用できることを実証

し、本技術のオープンイノベーションを推進して実用化

を目指す。このため、①繊維加工・紙加工に適用するエ

レクトロスプレー反応場試作機の開発、②抗菌力を最適

化する金属ナノ粒子のサイズ・密度の決定、③繊維・紙

表面への金属ナノ粒子定着技術の開発、④金属ナノ粒子

の化学組成・サイズ・密度制御技術の確立、⑤抗菌加工

以外への適用となるエレクトロスプレー法による染色技

術の開発に関する研究を実施する。今年度は、エレクト

ロスプレー反応場の最適化により、繊維・紙の抗菌及び

染色加工用試作機の設計を行った。特に糸に対する染色

を可能とするエレクトロスプレーの飛散防止技術を開発

し、試作機に適用した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エレクトロスプレー、抗菌加工、ナノ粒

子 

［研 究 題 目］微量元素の挙動解析のための熱分解／誘

導結合プラズマ質量分析装置 

（Py/ICP-MS）の開発 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］中里 哲也、佐藤 浩昭、重田 香織 

（環境管理技術研究部門） 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 分析試料加熱時における、微量元素の挙動を調べるた

めの解析装置、および高温反応を利用した分析装置を提

供するため、試料を加熱するための熱分解炉（Py）
と、元素を検出するための高周波誘導結合プラズマ質量

分析計（ICP-MS）とをオンラインで結合した Py/ICP-
MS 装置を開発する。①Py については現状では不可能

な反応溶液の添加、反応の可視化を実現するため、イン

ジェクションポートの形状、ガス混入防止機能、並びに

反応容器中の試料状態を観測するための構造等を改良す

ることによって、反応容器サイズを2倍とし、且つ溶液

試料の交換速度を1/5以下に短縮することが可能となっ

た。②Py/ICP-MS 用のインターフェースの開発につい

ては、現状では450℃までの発生ガスに対応したインタ

ーフェースを、950℃までの発生ガスに対応したインタ

ーフェースに改良するための材質と加熱方法を検討し、

ICP トーチ及びトランスファーラインを考案して、設

計図を作成した。また、インターフェースの破損を防ぐ

ための機構が必要なことが判明したため、これを可能と

する方式を考案し作製した。本インターフェースの開発

が、本装置開発の鍵となる部分であり、高温を保持し、

且つ破損を防ぐことが大きな課題であったが、この2点

を解決できる方式を考案できたことで、大きく進歩した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］微量元素分析、挙動解析、質量分析、熱

分解炉 

 

［研 究 題 目］レーザー3次元解析法による非磁性金属

ソーティング装置の開発 

［研究代表者］古屋仲 茂樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］古屋仲 茂樹、山本 剛義、 

小林 賢一郎（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

将来、外板パネルなどにアルミ展伸材を使用した自動

車が大量に廃棄されるようになると、アルミスクラップ

に含まれる展伸材と鋳造材を分離するリサイクルシステ

ムが必要となる。本研究では、その有効な手段になると

考えられるレーザー3次元解析法による非磁性金属スク

ラップソーティング技術について、国内6箇所以上の廃

車破砕選別処理施設から回収したスクラップを対象に従

来技術と同等の処理効率で材質識別精度90%以上の性能

を発揮するラボスケールの試作機を開発する。同時に、

このスクラップソーティング技術の市場性に関する調査
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を通じて将来の事業化に最適な装置仕様を決定し、実用

化製品としての具体像を明確化することを目的とする。 

レーザー3次元解析法による非磁性金属スクラップソ

ーティング技術の実用性について検証するために、国内

7箇所の廃車破砕選別施設で回収したアルミスクラップ

の材質識別を可能とするデータベース・識別アルゴリズ

ム、リサイクル現場で活用できるデータ学習機能を内蔵

したシステム制御ソフトウエア、スクラップ自動分別装

置ならびに自動供給装置を新たに開発した。スクラップ

のソーティング実験によって、試作機が従来技術と同等

の処理効率で材質識別精度90%以上の性能を発揮するこ

とを確認した。本技術の市場性について金属リサイクル

事業者を対象としたヒアリング調査を行い、最終的に目

指すべき製品仕様や今後の開発課題を明確化した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、自動車、アルミ、鋳造材、

展伸材、選別 

 

［研 究 題 目］土壌中 VOC の太陽光による無害化処理

を可能とする光触媒式パッシブリアクタ

ーの開発に資する光触媒材料調製（復興

促進プログラム（A-STEP）探索タイ

プ） 

［研究代表者］根岸 信彰（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］根岸 信彰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光触媒式パッシブリアクターの開発に資する光触媒材

料調製を溶射法により行った。調製担体として、真鍮金

網並びにモネル金網を選択し、この担体上に溶射法によ

り直接担持、金網のブラスト処理後の担持、並びに金網

表面を高分子バインダー処理した後に担持する計3種類

の方法を検討した。直接担持並びにブラスト処理担持で

は、光触媒溶射後の性状に差がなく、担体の違いに関係

なく粉落ちが認められた。一方、高分子バインダー処理

では担体の違いに関係なく、また粉落ちも観察されず状

態の良い溶射調製が可能であることが確認された。これ

ら試料の性能評価をアセトアルデヒドの光触媒分解によ

り実施し、十分な VOC 処理性能が出ることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、土壌汚染、土壌中 VOC、溶射、

太陽光 

 

［研 究 題 目］ストレス診断用簡易発光キットの試作 

［研究代表者］金 誠培（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］金 誠培（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生物発光を用いたホルモン診断技術が汎用技術として

定着するには、使用者側に極めて簡便な診断手段に仕上

げる研究が必須である。この実用化課題として、プロト

コルの簡略化、試薬量や試料量の低減および低コスト化、

バッファー条件の最適化が求められる。この課題解決の

ために、簡易ホルモン診断キットを設計・試作し、試作

過程を通じて課題を解決し、新たな問題点を見つける研

究を推進した。 

 最初の研究計画書で目標したとおりに、最適バッファ

ー条件の探索、より高性能の発光酵素の樹立、唾液ホル

モン診断用の発光デバイスの製作を行った。その成果と

して、2件の論文が出版できた。JST の事後評価でも好

評価をうけ「技術移転シーズ紹介集」にも本研究成果が

紹介された。達成度は現時点で既に100%を超えている

と自己評価する。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］発光デバイス、分子イメージング、バイ

オアッセイ 

 

［研 究 題 目］活性酸素表面処理装置の開発と医療用減

菌器への応用 

［研究代表者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊、古川 聡子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来困難であった短時間での手術器具滅菌を可能とす

るフラッシュ滅菌器、ならびに医療用内視鏡の滅菌処理

を可能とする滅菌器にターゲットを絞り、比較的小規模

クラスの医療機関でも利用しやすい汎用性の高い滅菌器

の開発を目的とし、現場の真のニーズを十分に把握しな

がら、医療認証の取得、事業化を前提とした基礎システ

ムの確立を目指す。今までの基本技術を活用し、医療器

具の滅菌処理に関して、処理時間の短縮・最適化と処理

状況を可視化するシステムの開発を行うことで、従来の

滅菌器が抱えていた課題である環境への負荷、人体への

悪影響等を大幅に低減することが可能となる。 

 滅菌器内でリアルタイムオンライン測定を可能とする

モニターシステムとして、外乱の影響を減少させる方法

である測定電極と参照電極の2素子を一つのセンサヘッ

ド内に一体化した検知部を試作し、基本動作特性を確認

した。この結果をもとに、本方式とは異なる、水晶振動

子の同一面上に測定電極と参照電極の2電極を有する構

造の検知素子を検討した。 

 活性酸素インジケータ（カートリッジタイプ）の開発

としては、センサ検出部のみを任意の必要な箇所の滅菌

器・バック等へ個別に取り付け安全性のダブルチェック

と利用範囲を拡大するカートリッジタイプを検討した。

従来までの基板をベースに有効活用について検討した結

果、基板上に共振周波数9～20MHz 程度の水晶素子を

取り付け、専用カートリッジを検討した。 

 従来の QCM 法をベースとし、多孔質薄膜にラジカル

スピントラップ試薬を担持させた検出薄膜について、選

択的にトラップ可能なラジカルスピントラップ試薬の有

無を調査した。その結果、いくつか可能性のある試薬を
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選択して、水晶素子上への固着方法の検討に着手した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］センサ、活性酸素、水晶振動子、ケミカ

ルセンサ、プラズマ 

 

［研 究 題 目］産業用 X 線照射装置の大線量冷陰極 X
線管の開発 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一、加藤 英俊 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ライフサイエンスやバイオテクノロジーの分野では動

物や植物に放射線を照射して放射線照射の効果を調べ、

医療や産業に役立てる研究がなされている。これらの実

験では、放射性同位元素は特別な管理が必要なため、電

源を切れば放射線が出ない X 線照射装置が様々な研究

機関で使われている。従来の X 線照射装置の X 線管は、

医療用の X 線管を転用したもので、熱陰極から出る電

子をターゲットの1点に照射して X 線を発生する X 線管

を用いているが、出力を大きくしようとすると回転ター

ゲットなど複雑な機構が必要になる。本課題では、電子

放出特性に優れたカーボンナノ構造体を用いて大面積大

線量照射が可能で、寿命も従来の X 線管を超える性能

の照射装置用 X 線管を開発することを目指している。 

 本年度は、棒状のカーボンナノ構造体電子源と、リン

グ状のカーボンナノ構造体電子源を製作し比較するとと

もに、リング上カーボンナノ構造体電子源を用いた X
線管のプロトタイプ機を試作し、電子の放出特性などを

調べた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、X 線照射

装置 

 

［研 究 題 目］鉄筋コンクリート用小型リアルタイム X
線非破壊検査装置の開発 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 住宅や建造物の損傷、耐久性の非破壊検査のニーズに

対して、従来の検査装置では、広範な検査範囲をカバー

するのは困難となっている。そこで、当所が開発したカ

ーボンナノ構造体電子源を用いた乾電池駆動小型高エネ

ルギーX 線装置のシーズと、高エネルギー加速器研究機

構が開発したリアルタイム X 線2次元検出器のシーズを

融合させた鉄筋コンクリート用小型リアルタイム X 線

非破壊検査装置を開発し、震災で被災した地域の復興を

促進させることを目的としている。 

 本年度は、カーボンナノ構造体 X 線源の電子源やゲ

ッター形状の最適化、X 線管および電源を収納する筐体

の絶縁等を考慮した設計をするとともに、セラミック処

理技術や最適な形状等の検討を X 線管に適用して最大

150keV の X 線を発生できる小型 X 線管を試作し、X 線

の発生を確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、鉄筋コン

クリート、非破壊検査 

 
［研 究 題 目］国家標準にトレーサブルなコヒーレント

周波数リンクの創生とそれに基づいたテ

ラヘルツ周波数標準技術の系統的構築 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、美濃島 薫 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

光波と電波の周波数境界に位置するテラヘルツ

（THz）帯（1011Hz（100 GHz）～1013Hz（10 THz)）
は、これまで良質なレーザ光源や高感度検出器が無かっ

たため、唯一残された未開拓電磁波領域とされてきた。

近年のレーザ励起 THz 波や THz 量子カスケードレーザ

を始めとした各種 THz 要素技術の進展により研究開発

が加速しているが、超高速・大容量無線通信や非破壊検

査といった産業分野での利用が具体化し始め、THz 帯

電磁波の計量標準（周波数、パワーほか）の整備が世界

的に急がれている。特に周波数については、電磁波の最

も基本的な物理量の一つであると同時に最も高精度に発

生・計測可能な物理量であり、THz 技術の根幹をなす

標準として強く望まれている。本研究では、電波領域

（DC～10 GHz）や光波領域（200～600 THz）と同等

な周波数の不確かさを THz 周波数でも実現するため、

電波・光波・THz 波という3つの異なる周波数帯を、光

周波数コム（光コム）を利用して精密にリンクする。こ

の周波数リンクによって、電波や光波領域における充実

した周波数標準群の不確かさを THz 領域に分配し、SI
基本単位の1つである時間（秒）の国家標準にトレーサ

ブルな三種の THz 周波数標準技術（THz コム走査型分

光計、THz シンセサイザ、THz スペクトラム・アナラ

イザ）を確立する。 

 今年度は、100 GHz 帯の CW テラヘルツ源と光コム

とを光伝導アンテナに入射し、100 GHz 帯のビート信

号を検出し、その位相同期に成功した。二つのコムそれ

ぞれと共通の CW 源との間の二つのビート間の差周波

数は、二つのコムの繰り返し周波数の高調波に相当する

ため、その安定化により差周波数を直接安定化すること

ができる。結果として、差周波数の安定度は基準周波数

源であるルビジウム原子時計の安定度である10-12に改善

された。また、最終目標の一つとなっている THz-QCL
の絶対線幅の狭窄化のため、高速制御可能なモード同期

ファイバレーザを用いたデュアル光コムの構築を進め、
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1台目のコムシステムを完成させた。繰り返し周波数は

約46 MHz であり、出力として10 mW 程度が得られて

いる。fCEO の線幅はフリーランで10-30 kHz であり、

高速フィードバックにより1 mHz 以下の線幅が得られ

た。また、波長1.5 µm 帯レーザとのビートを検出し、

そのビートスペクトラムを共振器長への高速フィードバ

ックにより全幅1 mHz 以下に狭窄化した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］光周波数コム、モード同期レーザー、モ

ード同期ファイバーレーザー、テラヘル

ツ 

 

［研 究 題 目］低消費電力を削減するグリッドデータセ

ンター運用管理システムの研究 

［研究代表者］伊藤 智（情報技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 智、中田 秀基、竹房 あつ子、

小川 宏高、広渕 崇宏 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 データセンターにおける電力消費量の増大が大きな問

題となっている。電力消費の要素は多種にわたるが、本

研究では、サーバのプロセッサの不使用や、空調の効き

すぎなど、データセンターに潜む無駄に着目し、これら

の消費電力を削減する技術開発を行う。本研究は NEC
との共同プロジェクトであり、計測のための超低消費電

力ユビキタスセンサ端末を開発し、それを活用した実証

実験と将来的なデータセンターの電力需要予測を行う。

産総研集積マイクロシステム研究センターがセンサ端末

の開発を、NEC がデータセンターの設備的な観点から

の省電力化研究を、産総研情報技術研究部門が運用の省

電力化研究をそれぞれ担当する。 

 当部門が担当する運用研究においては、使用するサー

バになるべく多くの仕事を集め不要となったサーバは電

源を落とす手法を研究し、電力消費量を削減するグリッ

ドデータセンター運用管理システムを開発する。5年計

画の最終年度にあたる平成24年度は、以下の研究開発を

行った。 

 平成23年度にプロトタイプの開発を行った Mobile IP 
v6トンネリング機構は、広域データセンター間で仮想

マシンのマイグレーションを行う場合に、仮想マシンの

OS が IP アドレスを維持したまま透過的に通信を継続

可能とするもので、、平成24年度はプロトタイプ実装を

用い、仮想マシンの IP アドレスを変更することなく、

遠隔地にマイグレーションできることを確認した。さら

に、遠隔地へのマイグレーションにおいて、ストレージ

の全てのデータをマイグレーション時にコピーすると、

マイグレーションにかかる時間が長くなってしまうとい

う問題に対して、通常時はデータの更新分をネットワー

ク帯域の一部を使いながら遠隔地に順次コピーを行って

おき、マイグレーションの実行時に、残りの差分を転送

するプレキャッシュ機能を実現した。また、平成23年度

にパッケージ化したグリッドデータセンター運用システ

ム構築用ソフトウェアを産総研内で運用するクラウド環

境に適用し、サーバの電源を落としたり、立ち上げたり

することによる影響含めて、実運用での評価を行った。

対象であるリソースのタスク稼働率が低い際にサーバの

電源を落とし、消費電力の削減が可能であり、実運用上

問題ないことを実証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］省エネ、データセンター、仮想化技術 

 

［研 究 題 目］大規模災害における IT インフラ復旧技

術に関する調査・研究 

［研究代表者］広渕 崇宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］広渕 崇宏、中田 秀基、高野 了成 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、災害に対して堅牢性を持つ IT インフラ

を実現するため、仮想化技術によって IT インフラを遠

隔地に待避させる技術と、耐障害性を実現するフェイル

オーバー技術を米国フロリダ大学と共同で研究する。2

年間の研究期間における最終年度にあたる平成24年度は

以下の研究を行った。 

 第一に、災害発生時に多数のサーバ群上の仮想計算機

を遠隔拠点に移動する際のデータ転送を最適化し、限ら

れた猶予時間内にできるだけ多くのサーバ上の情報を被

災拠点から退避する手法を研究した。サーバの実行状況

やネットワークの状態に応じてフィードバック制御を行

い、最短時間でサーバ群上の仮想計算機全体を移動する

とともに、個々の仮想計算機の移動時間も最小化する退

避アルゴリズムを開発した。 

 第二に、サーバ退避時のデータ転送量削減手法につい

て研究を行った。個々のサーバの退避時間の短縮は、限

られた猶予時間内により多くのサーバ上の情報を遠隔拠

点に退避することにつながる。サーバの実行状態には重

複する内容が含まれていることから、それらの転送を省

略することでデータ転送量を削減する手法を開発した。 

 いずれの開発手法においても、ネットワークのエミュ

レーション環境や実際の日米間のネットワークを用いて、

震災発生直後の模擬的な状況を再現し、その有効性を確

認した。高性能計算分野における最高峰の学術会議

SC12においてデモンストレーションを成功させ研究成

果を内外にアピールしたほか、得られた知見を論文とし

てまとめ国際会議や論文誌に投稿した。また、産総研と

フロリダ大学双方において研究開発環境を整備し、今後

の継続的な共同研究環境を構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］災害対策、データセンタ、仮想化 
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［研 究 題 目］音楽を中心とした類似度可知化情報環境

の実現と全体統括 

［研究代表者］後藤 真孝（情報技術研究部門） 

［研究担当者］後藤 真孝、栗原 一貴、中野 倫靖、

濱崎 雅弘、藤原 弘将、吉井 和佳 

（常勤職員6名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、創作支援技術と鑑賞支援技術を研究開発す

ることで、音楽や動画のようなメディアコンテンツの創

作や鑑賞を誰もが能動的に楽しめる社会や、過去のコン

テンツに敬意を払う文化、感動体験重視型のコンテンツ

文化の実現を目指している。そのために、コンテンツを

豊かで健全に創作・利用する「コンテンツ共生社会」の

確立に向けた研究開発に取り組み、コンテンツ間の類似

度を人々が知ることができる（可知化する）情報環境を

実現する技術基盤を構築する。 

 5年半計画の2年目である平成24年度は、平成23年度に

重点的に取り組んできた鑑賞支援技術を発展させ、音楽

音響信号理解技術によって音楽の聴き方をより豊かにす

るための能動的音楽鑑賞 Web サービス「Songle（ソン

グル）」（http://songle.jp）を実現し、平成24年8月には

一般公開とともに実証実験を開始して、その研究成果を

プレス発表した。Songle により、Web 上で公開されて

いる任意の楽曲中の音楽情景記述（サビ、ビート、メロ

ディー、コード）を自動的に推定した結果が可視化され、

ユーザは可視化された「音楽地図」とともに楽曲の再生

を楽しむことが可能になった。さらに、自動推定では誤

りが不可避であるため、効率的な誤り訂正インタフェー

スを提供し、誰でも自動推定誤りを訂正して貢献できる

ようにした。楽曲の中身の可視化や訂正に加え、歌声の

類似度に基づく関連楽曲表示や、コード進行検索も可能

にした。他にも、コンテンツ間の関係性に基づく音楽鑑

賞支援 Web サービスの検討も進め、プロトタイプシス

テムの構築に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音楽情報処理、音響信号理解、音楽コン

テンツ類似度、音楽インタフェース 

 

［研 究 題 目］ジャトロファからの高品質輸送用燃料製

造・利用技術（非食糧系バイオマスの輸

送用燃料化基盤技術） 

［研究代表者］葭村 雄二 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］葭村 雄二、後藤 新一、濱田 秀昭、

鳥羽 誠、小熊 光晴、村田 和久、

杉本 義一、西嶋 昭生、望月 剛久、

陳 仕元、阿部 容子、堀江 裕吉、

佐村 秀夫（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、タイとの国際共同研究の中で、非食糧系

バイオマスとして注目されている Jatropha 果実の総合

利用効率を高めるため、オイル留分からの高品質バイオ

ディーゼル製造技術、並びにオイル抽出残渣の熱分解か

ら得られるバイオオイルの輸送用燃料化技術の開発を行

うと共に、各種バイオ燃料の燃焼特性、エンジン特性、

排ガス特性等から新燃料の社会実装に向けた基盤を構築

する。更に、タイ国研究者への技術指導等を通し、タイ

国研究者の自立に向けた能力開発も併せて推進する。本

年度は、以下の検討を行った。 

 新たにトランスエステル化用触媒としてチタン含有メ

ソポーラスシリカを開発し、本触媒を用いてジャトロフ

ァ油から得られるバイオディーゼルは、脂肪酸メチルエ

ステル純度、グリセリド類残存量が、東アジアサミット

品質を満たした。また、遊離酸含有量の多い原料でも、

予備エステル化処理することなく、優れたエステル交換

活性を有することがわかった。バイオディーゼル中の易

析出成分の除去効果について検討したところ、モノグリ

セリド除去により曇り点が大幅に改善されることを見出

した。ジャトロファ残渣の急速熱分解における分解温度

と生成物の関係について、パイロライザー付 GC-MS に

より検討した結果、芳香環に結合した含酸素官能基を有

する長いアルキル側鎖の切断、グアヤコール類の脱メト

キシは、熱分解温度の上昇とともに促進されることを確

認した。バイオオイルの回収率改善のため、バイオオイ

ル凝縮部に電気集塵器を導入した結果、冷却もしくは溶

媒によるバイオオイル回収に比べ、大幅に液収率が向上

することを見出した。バイオオイルの軽度脱酸素のため

のスラリー床反応における触媒消費量の低減のため、回

収触媒0.8%に新触媒0.2%を加えた木質タールの脱酸素

実験では、コーク堆積による反応器底部での閉塞が発生

したが、粘凋な減圧残油を共処理することにより触媒の

流出が可能となり、連続運転が可能となった。深度脱酸

素技術において、ジャトロファ残渣に多く含まれる窒素

分の水素化脱酸素／脱硫及び脱酸素生成物分布に与える

影響をモデル化合物で検討し、窒素分のみでは脱酸素活

性を低下させるが、石油系基材との共処理のような硫黄

化合物共存の場合は、脱酸素及び脱窒素は高活性を維持

し、より水素化が進行した炭化水素が生成物として得ら

れることがわかった。バイオディーゼルの材料浸せき試

験の結果、銅材に対し物理的及び外観的変化は見られな

かったが、ゴム材についてはバイオディーゼル燃料のよ

る少量の膨潤が見られた。また、燃料ホースのゴム材に

よる影響と思われる、テスト燃料の色の変化が見られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］非食糧系バイオマス、ジャトロファ、第

二世代バイオ燃料、接触熱分解、バイ

オオイル、改質触媒、コプロセッシン

グ、エンジン適合性、環境適合性 
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［研 究 題 目］非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤

技術 

［研究代表者］葭村 雄二 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］葭村 雄二、後藤 新一、濱田 秀昭、

鳥羽 誠、小熊 光晴、村田 和久、 

杉本 義一、西嶋 昭生、望月 剛久、

陳 仕元、阿部 容子、堀江 裕吉、 

佐村 秀夫（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、タイとの国際共同研究の中で、非食糧系

バイオマスとして注目されている Jatropha 果実の総合

利用効率を高めるため、オイル留分からの高品質バイオ

ディーゼル製造技術、並びにオイル抽出残渣の熱分解か

ら得られるバイオオイルの輸送用燃料化技術の開発を行

うと共に、各種バイオ燃料の燃焼特性、エンジン特性、

排ガス特性等から新燃料の社会実装に向けた基盤を構築

する。更に、タイ国研究者への技術指導等を通し、タイ

国研究者の自立に向けた能力開発も併せて推進する。 

本年度は、タイ国科学技術研究院（TISTR）に設置

した1.0ton/day 規模の BDF 製造パイロットプラントに

おいて、年度当初に前年度に発生した洪水被害からの復

旧作業を行い、引き続き自動車適合性試験のための実車

走行試験に供給する高品質バイオディーゼル製造を実施

した。復旧後の製造試験においても東アジアサミット推

奨品質のバイオディーゼルが得られることを確認した。

バイオディーゼル製品油中のリン分を低減するために、

新たに脱ガム装置を導入して、粗ジャトロファ油を用い

た試験運転を実施し、最適処理条件の検討を行った。 

 流動層型熱分解炉を組み込んだジャトロファ残渣熱分

解用パイロットプラントの運転を開始した。熱分解炉本

体は正常に稼働した。現行装置に加え、生成物の捕集に

は液回収率の向上のための捕集装置および固形分の分離

向上が必要であることがわかり、平成25年度に設置する

こととなった。 

 タイ国研究者の人材育成として、日本側から12名（う

ち産総研9名）の専門家派遣を行い、タイ側研究機関で

技術指導を行うとともに、バイオディーゼルの高品質化、

急速熱分解によるバイオオイル製造技術に関して8名の

タイ側研究者を受け入れ、技術指導を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］非食糧系バイオマス、ジャトロファ、第

二世代バイオ燃料、接触熱分解、バイ

オオイル、改質触媒、コプロセッシン

グ、エンジン適合性、環境適合性 

 
［研 究 題 目］ゼロから創製する新しい木質の開発 
［研究代表者］光田 展隆（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］光田 展隆、大島 良美、坂本 真吾､ 

戸部 文絵、杉本 好美 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 合成生物学的観点から新しい、有用形質を備えた木質

を植物に合成させ、バイオ燃料やバイオリファイナリー

原料に適した植物を開発する｡ 

研究計画： 

 木質を形成しない変異体（nst1 nst3二重変異体）を

ベースに糖化しやすい形質を備えた木質を人工的に構築

する技術をまずはモデル植物（シロイヌナズナ）で開発

し、それを木本モデル植物（ポプラ）、単子葉類モデル

植物（イネ）に調整、適用して糖化しやすい木質を持つ

植物を開発する。 

研究進捗状況： 

 これまでの実験結果などから、nst1 nst3二重変異体

の表現型を回復させるのに有望と考えられる転写因子を、

すでに77種類個別に導入した。また、全転写因子からす

べてのサブファミリー、サブグループを網羅するように

代表遺伝子300種類を選抜し、30遺伝子ずつまとめて導

入した。個別導入系統のうち21遺伝子について、細胞壁

含量や酵素糖化性を中心に評価し、細胞壁含量では野生

株比で35%増加する系統を得た。酵素糖化性においては、

木質欠損の表現型が相当程度回復しているにもかかわら

ず野生株比で30%向上する系統を得た。最終的に鮮重量

あたりのグルコース収量では、これらの系統においてそ

れぞれ野生株比で25%、17%の増加が見込まれた。とく

に細胞壁含量が増強された系統では硫酸糖化によるグル

コース、キシロース収量が野生株比でそれぞれ45%、

77%増加することがわかった。酵素糖化においてもより

強力な酵素を用いることで野生株比で35%多くのグルコ

ースを得ることができた。今後は新しい因子の探索を継

続すると同時に、これら系統の改良を行ったり、ホヤの

セルロース合成酵素を利用したりして、日本における木

質エンジニアリングの拠点化を目指していきたい。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］植物、ゲノム、木質、バイオエタノール、

発現制御、遺伝子、バイオマス 
 
［研 究 題 目］水生根圏微生物の培養技術開発と根圈微

生物ライブラリーの構築 
［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］玉木 秀幸、鎌形 洋一 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 水生植物はその根圏に多様な未知微生物を内包してお

り、そこには互いの成長を支え合う『水生植物－根圏微

生物共生系』が成り立っている。本研究では、この水生

植物とその根圏微生物との共生系を開拓するとともに、

それらを巧みに活用することにより、革新的な高次植生

バイオプロセス技術の創成を目指している。特に、本研
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究では、有効な未知微生物探索技術を駆使して、多様な

水生植物種の根圏環境から未知微生物を可培養化し、新

しい根圏微生物ライブラリーを構築するとともに、水生

植物の成長を促進する新たな根圏微生物（PGPR: Plant 
Growth Promoting Rhizobacteria）の取得を目的とす

るものである。今年度は、ウキクサ、コウキクサ、マコ

モ、キショウブ等の水生植物から、系統学的に多様で新

規性の高い根圏微生物100株以上を収集・取得し、それ

らを「水生植物根圏微生物ライブラリー」として整備し

た。特に、本ライブラリーには、門レベルや綱のレベル

で新規な根圏微生物等、30属40種以上からなる多様な根

圏微生物が含まれており、新規 PGPR の探索に有効な

微生物資源を開拓・拡充した。次に、効率の高い新しい

PGPR 探索手法を確立するとともに、実際に水生植物

根圏微生物ライブラリーから PGPR の探索を実施した

ところ、著しい水生植物成長促進効果を示す3種の新規

PGPR を見出すことに成功した。実際に、無菌コウキ

クサを用いた評価系において、これら3種の PGPR はコ

ントロール（微生物無添加系）に比べて3倍以上高い成

長促進効果を示しており、既存の PGPR と同等かそれ

以上の水生植物成長促進効果を示すことが明らかとなっ

た。また、これら新規 PGPR の中には、系統学的にも

新規性が高い細菌が含まれていることが明らかとなった。

さらに、新たに発見した上記3株の PGPR について、野

生モデルウキクサを用いてその成長促進効果を評価した

ところ、無菌状態のコウキクサだけでなく、他の環境微

生物が存在する野生状態のコウキクサであっても、上記

3種の PGPR は高い成長促進作用を持つことが明らかと

なった。さらに上記3株以外にも、我々が昨年提案した

新門 Armatimonadetes 門の根圏微生物 Armatimonas 
rosea もまた、無菌コウキクサの成長を著しく促進する

ことが明らかになってきており、有望な新規 PGPR の

探索は順調に進展してきている。 

［分 野 名］ライフサイエンス・環境・エネルギー 
［キーワード］水生植物、水質浄化、植生浄化、未知微

生物、根圏微生物、16S rRNA 遺伝子、

分子系統解析、未知微生物 

 
［研 究 題 目］表面テクスチャリングを用いた抗菌表面

の開発 
［研究代表者］中野 美紀 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］中野 美紀、三宅 晃司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 これまで一部の植物感染糸状菌（Magnaporthe 
oryzae など）では発芽菌糸が付着した固体の表面特性

に応答して、発芽菌糸先端から器官分化が誘導されるこ

とが知られている。しかし、表面のどのような特性が菌

の器官分化機構に影響するかは未だに明らかになってい

ない。そこで、固体表面の微細形状が菌の接着に及ぼす

影響を調べるために、高感度な表面認識システムを持つ

M. oryzae をモデル菌、基板として微細形状のサイズ・

形状の制御を容易に行えるシリコンを用いた。シリコン

表面にサンドブラスト法により数十～百ミクロンのサイ

ズの凹凸形状を施した。平滑なシリコン表面に比べ、サ

ンドブラスト加工を施した表面において付着器の形成が

阻害される結果が得られた。続いて、サイズと形状の効

果を詳細に検討するため、菌の大きさを基準として、フ

ォトリソグラフィおよびドライエッチングによりシリコ

ン基板表面に微細形状加工を行った。この微細加工表面

を用いて、M. oryzae および主要な環境汚染菌の表面へ

の接着と微細形状の相関について検討したところ、菌の

種類によって表面微細形状への接着阻害への影響が異な

ることがわかった。この研究は、独立行政法人農業生物

資源研究所・植物・微生物相互作用研究ユニットと共同

で行ったものである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］表面微細形状、糸状菌、シリコン、器官

分化、フォトリソグラフィ 
 
［研 究 題 目］住環境向け色素増感型アンビエント太陽

電池の研究開発  

［研究代表者］廣瀬 伸吾 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］廣瀬 伸吾、明渡 純、江塚 幸敏、 

荒川 さと子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究で得られたガラス基板上への AD 法による多孔

膜では、スクラッチ強度は超薄膜スクラッチ試験により

8～80mN が得られており、従来法である焼成ペースト

法（4～8mN）に比べて、数倍から十倍の密着性を有し

ていることがわかった。また、プラスチック基板へのフ

レキシビリティを評価するために、新たに繰り返し折曲

げ試験を開発し、R60度の往復繰り返し100回以上を行

っても、膜と基板の界面でのはく離は生じず、高い密着

性を有することを示すことができた。ガス噴射量、ガス

噴射角度、ノズル形状、粉末サイズなどの成膜条件や製

造装置の改良を行い、成膜速度向上のための最適化条件

探索を行うことで、これまで15µm 程度であったチタニ

ア膜厚を40µm までほぼ3倍に向上させることができた。

膜厚の均一性についても、ノズルの改良による粉末の分

級作用により、10%以下の範囲で均一性を確保すること

ができた。太陽電池セル構造にした光電変換効率は、ガ

ラス基板上で7%、プラスチック基板上で4.8%と、本研

究で最も高い変換効率が両基板で得られており、機械的

特性の向上が電子輸送の点でも効果的であることがわか

った。  

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］色素増感型太陽電池、エアロゾルデポジ
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ション、多孔質膜、微粒子 

 

［研 究 題 目］自己再生型ナノパターン表面の低摩擦特

性の検討 

［研究代表者］三宅 晃司 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］三宅 晃司、中野 美紀、是永 敦 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

原子間力顕微鏡装置による摩擦試験を行い、ナノパタ

ーン表面の低摩擦発現条件の検討を行った結果、ナノパ

ターン表面に分子修飾を施し、表面エネルギーを制御す

ることにより、摩擦力を低減できることを明らかにした。

また、金属に対する添加剤の腐食特性と摩擦特性の検討

を行った結果、酸性リン酸エステル（PAE）を添加剤

として用いると、表面に保護膜（リン酸ポリマーと考え

られる）が形成され、ナノパターン表面でも摩擦、摩耗

が低減することが示された。さらに様々な材料の組み合

わせで摩擦試験を行った結果、摩耗しても高い潤滑性能

が保たれる機能性摺動面の設計指針として、（1）低せん

断力（固体潤滑剤としての特性）、（2）基板との高い密

着性、（3）高い靭性を持つ材料の組み合わせが重要であ

ることが示された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノストライプ、摩擦低減、耐摩耗性、

分子修飾 

 

［研 究 題 目］CZTS 系薄膜太陽電池の欠陥・界面・粒

界の評価および高性能化技術の開発 

［研究代表者］仁木 栄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の化合物薄膜太陽電池用材料として、希少金属

を含まないために安価に製造でき、かつ高い変換効率が

期待できる CZTS（Cu2ZnSnS4-xSex）が注目されてい

る。本研究の目的は、CZTS 薄膜および CZTS 太陽電

池の評価を行い、高品質な CZTS 薄膜や高性能な

CZTS 太陽電池を実現するための技術的な指針を明らか

にすることである。2012年度は、CZTSe（Cu2ZnSnSe4）

薄膜の蒸着法による組成制御および、太陽電池特性に与

える Na 効果を、同時蒸着法により製膜した薄膜を利用して

調査した。 

 CZTS 系材料では、構成元素比が大きく化学量論比か

らずれたところで高効率化が達成されることが以前より

報告されている。そこで、本研究では同時蒸着法により

Cu、Zn、Sn および Se を独立に制御することにより、

供給量と組成の関係を詳細に検討した。その結果、Se
を十分に供給した条件下においては、他元素の供給量に

関わらず、組成比が[Cu]:[Sn]=2:1になることを明ら

かにした。つまり、Cu2ZnSnSe4-ZnSe 上に自動的に

CZTSe の組成が決まる。これは、Zn の供給量により

Cu2ZnSnSe4-ZnSe 上の組成を制御できるということを

意味している。 

 CIGS 太陽電池では、Na の存在により高効率化が達

成されることが知られているが、CZTSSe 系材料では、

Na 効果についての検証はほとんどない。そこで、

CZTSe 太陽電池の変換効率と、組成および Na 量に関

する調査を行った。上述したとおり、CZTSe 薄膜の組

成は、Cu2ZnSnSe4-ZnSe 上に自動的に CZTSe の組成

が決まる。ここでは横軸として CZTSe 薄膜の組成、縦

軸に Na 組成を選んで、得られた CZTSe 太陽電池の変

換効率をプロットした結果、Na 濃度=2%の付近で高い

変換効率が得られることが分かった。この結果は、

CZTSe 太陽電池においても、Na の存在により高効率化

が得られる可能性を示唆している。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体、CZTS 
 

［研 究 題 目］励起子サイエンス（有機太陽電池のため

のバンドギャップサイエンス） 

［研究代表者］吉田 郵司（太陽光発電研究センター） 

［研究担当者］吉田 郵司、原 浩二郎、甲村 長利 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、有機薄膜太陽電池の高性能化に向けて、

原理検証から高変換効率の達成まで行うものである。特

に、半導体のバンドギャップ理論からの理解を有機半導

体に適用し、バンドギャップサイエンスとして確立する。

研究項目として、励起子サイエンスの確立を分担してい

る。 

 本年度は、高性能な有機薄膜太陽電池用の半導体材料

の創出を目指し、高い電流密度と開放電圧を示す候補材

料として電子ドナー（D）、π電子共役系スペーサー

（π）およびアクセプター（A）を連結させた D-π-A 型

の分子構造を導入した。特に、電子アクセプタ―性の高

い構造を分子に導入し、深いエネルギー準位（HOMO
準位）と狭いエネルギー準位差（HOMO-LUMO）に調

節することで、高い電流密度と開放電圧を両立すること

が期待される。また、平面性の高い分子構造を実現する

ことで、π電子共役系の重なりを利用した高いキャリア

輸送特性によるフィルファクターの改善が期待できる。 

 具体的な分子設計として、ドナー構造（D）としてカ

ルバゾール骨格を、アクセプタ―構造（A）として2-

（3-oxoidene）malononitrile（OM）を、π電子共役系

スペーサーにはチオフェン環にて架橋した材料を合成し

た。 

 吸収スペクトルの測定結果から、吸収は572nm（ε, 
45400M-1cm-1）と長波長領域にて高い吸光係数を示した。
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薄膜のイオン化ポテンシャル測定から HOMO 準位は

5.7eV と非常に深い位置にあり、DFT 計算の結果から

高い平面性を有する分子であることも確認され、設計通

りの材料合成に成功した。 

 有機薄膜太陽電池を作製した結果、開放電圧が0.96V
と極めて高い値を示し、電流密度も7.29mAcm-2と十分

な値が得られた。分光感度測定の結果、750nm の長波

長領域まで高い外部量子効率が観測され、太陽電池とし

ての高いポテンシャルを示した。更に、デバイス作製後

に加熱処理を行うことで、薄膜の結晶化に伴って、開放

電圧およびフィルファクターの著しい改善に伴い、光電

変換効率は向上した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機薄膜太陽電池、有機半導体、分子設

計、長波長光吸収、バンドギャップ 

 

［研 究 題 目］ヘテロエピタキシーを基盤とした高効率

単結晶有機太陽電池 

［研究代表者］宮寺 哲彦 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］宮寺 哲彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高効率有機太陽電池の実現のために高度に制御された

素子作製手法である「有機ヘテロエピタキシー」の開拓

により素子作製の基盤技術を構築する。新規結晶成長技

術を確立し、理想的な構造の太陽電池を作製することで、

有機半導体の基礎メカニズムを解明し、高効率化を実現

させることを目標とする。 

 自己組織化単分子膜をテンプレート層として用い、有

機薄膜のエピタキシャル成長を試みた。テンプレート層

の挿入により亜鉛フタロシアニンがα相からβ相に変化

することを見出し、細線状の大きな結晶粒を得ることが

できた。この相変化および結晶粒サイズの増大により効

率の良いキャリア輸送が実現し、太陽電池特性の向上に

成功した。 

 また、規則構造をもつ透明基板であるグラフェン電極

上での有機薄膜のエピタキシャル成長を試みた。グラフ

ェン電極上に p 型半導体である亜鉛フタロシアニンや

バナジルフタロシアニンを結晶成長させたところ、どち

らも分子のπ共役面が基板に対して平行に成長すること

を見出した。今後、実際にグラフェンを透明電極として

用いたデバイスを作製し、結晶構造が太陽電池特性に与

える影響を解析する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］有機デバイス、太陽電池、グラフェン 

 

［研 究 題 目］誤嚥性肺炎予防のための誤嚥リスク自動

評価装置の研究開発 

［研究代表者］小林 匠（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小林 匠（知能システム研究部門）、 

樋口 哲也、岩田 昌也、叶 嘉星（情

報技術研究部門）、保手浜 拓也（健康

工学研究部門）（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 肺炎による病死者数は年々増加しており、その大半は

高齢者の誤嚥に起因した肺炎（誤嚥性肺炎）によると見

られている。これまで誤嚥に関わるリスクは、熟練した

医師の聴診によってのみ評価されてきた。しかしながら、

その評価は医師によってバラツキがあり、そもそも熟練

した医師が少なく、誤嚥リスクのある患者がみな平等に

そのようなリスク判定といったサービスを受けることが

困難であった。 

 そこで本研究では、嚥下行為をマイクにより音響デー

タとして採取し、音声／音響信号認識技術と医師の専門

知識を用いて、誤嚥判定の熟練技能をシステムとして実

現し、誤嚥性リスクの自動評価装置の開発を目標とする。

統計的パターン認識の枠組みにより、専門知識は訓練デ

ータサンプルに対するリスク指標値（教示）といった形

式で与え、嚥下音響信号から教示指標値への回帰（推

定）方式を学習により統計的に獲得していく。そのため、

自動評価の精度は、訓練として用いる嚥下音響データ及

び専門知識により与えるリスク指標値の数と質に左右さ

れる。本年はまず、嚥下音響信号を採取するための装置

開発に取り組んだ。通常のマイクでは嚥下音という微弱

な音響信号を拾うことが困難であるため、ここでは骨伝

導マイクなどを用いた音響信号の取得方式の比較・検討

を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］嚥下、誤嚥、音響信号認識 

 

［研 究 題 目］高次局所自己相関を用いた掘削音からの

地質・地層変化検知 

［研究代表者］佐宗 晃（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐宗 晃、小木曽 里樹 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 福島第一原発事故以降、原発の再稼働が難しい状況に

おいて、石炭は、安定的かつ安価に確保可能であり、ま

たクリーンコーラルテクノロジの進歩と相まって、今後

のエネルギー計画で注目されており、より効率的な採掘

方法の確立が求められている。石炭の採掘工事では石炭

を露出させて掘り出すため、石炭層の上に載っている砂

岩層に孔を開けて発破している。しかし、両層の境界面

検知が難しく、掘削し過ぎて石炭の露出が不調となるな

どの問題が起こっている。この問題を解決するためには、

掘削機のドリル先端位置において、地盤の地層変化を正

確に検知できる技術が求められている。本研究課題では、

高次局所自己相関（HLAC）を用いて、掘削音の微小変

化を手掛かりとする地層・地質変化の検知装置の実用化

を目的とする。従来の知見より、地層・地質が変化する
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少し前に掘削音が僅かに変化し始めることが知られてお

り、この掘削音の微小な変化を高次局所自己相関

（HLAC）により検知できないかに関する基礎的な検討

を行った。その結果、地層・地質の変化による掘削音の

変化が HLAC を用いて数値化及び検知可能なことを確

認した。これは、掘削開始直後の数秒間の掘削音を基準

音として学習し、それ以後は掘削音が基準音から相対的

にどれだけ変化したかを HLAC に基づいて数値化する

ことで実現している。本年度は、掘削音に対して

HLAC に基づいた特徴抽出法を最適化すると共に、関

連企業が実際の掘削現場で検証実験を行えるようにプロ

トタイプ機の設計を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］石炭、掘削、高次局所自己相関 

 

［研 究 題 目］大規模観測対象のためのワンショット形

状計測法の研究開発 

［研究代表者］佐川 立昌（知能システム研究部門） 

［研究担当者］河村 達也、竹川 祐介、佐川 立昌 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 運動・変形する対象の形状計測は、人間の運動解析・

医療応用や、衝突実験による材料解析といった様々な応

用に有用である。これまでに、観測対象にパターン光を

投影し、1回の撮影でその瞬間の物体形状を計測する手

法（ワンショット形状計測）を研究し、高速に変形する

物体を高フレームレートで形状計測することを実現して

きた。本課題では、屋外において大規模・遠距離の観測

対象に対して高速・高密度な形状計測を実現するシステ

ムの開発を目的とする。提案するシステムが実現したあ

かつきには、建築物・地形、道路、遠方の人物のような

様々な応用が想定され、情報通信の利用・活用を支える

基盤技術として、社会に役立ち、新たな産業基盤を強化

することが期待される。平成24年度に実施した研究開発

は、縦・横100本の線パターンから構成され、明るさの

SN 比が10dB となる DOE 素子の設計と試作である。

まず、産総研より提案したパターンの要求仕様に対して、

DOE 素子およびレーザー光源の制約を満たすように

ALT の知見を加えて両者で議論し、パターン詳細仕様

を決定した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高速3次元形状計測、ワンショット形状

計測、大規模形状計測 

 

［研 究 題 目］パラサイトヒューマン装着者の行動モデ

ル獲得ならびにパラサイトヒューマン装

着者による人の誘導に関する研究 

［研究代表者］大山 英明（知能システム研究部門） 

［研究担当者］大山 英明、野田 五十樹（サービス工

学研究センター）、城間 直司（茨城大

学）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 パラサイトヒューマン（PH）とは、人間が装着する

ウェアラブル・ロボットであり、感覚刺激の適切な提示

によって、装着者の行動を誘導することが可能である。

CREST 研究領域「先進的統合センシング技術」の「パ

ラサイトヒューマンネットによる五感情報通信と環境セ

ンシング・行動誘導」（代表：前田 太郎氏（大阪大

学））では、遠隔地の専門家が PH 装着者を誘導して、

応急措置等の作業を行うことや、PH 装着者への避難方

向指示により、安全な避難を実現し、安全・安心を実現

することを目指している。産総研ではシステム開発と評

価を担当する。 

研究計画： 

(1) パラサイトヒューマン装着者の行動モデル獲得に関

する研究 

 本テーマでは、PH 装着者の行動認識・誘導のため、

遠隔行動誘導システムを開発し、行動モデルを構築す

る。また、行動モデル検証のために行動誘導・ロボッ

ト操縦システムを構築する。 

(2) パラサイトヒューマン装着者による人の誘導に関す

る研究 

 本テーマでは、センサネット等の情報を集積し、集

団を安全に誘導するための PH 装着者への避難方向指

示システムを開発する。 

年度進捗状況：  

(1) パラサイトヒューマン装着者の行動モデル獲得に関

する研究 

 本プロジェクトで開発した、PH 技術を用いた遠隔

行動誘導システムについては、プラントの遠隔メンテ

ナンスを応用先として、企業との共同開発による製品

化を目指し、軽量化・高信頼化を進めた。現実のプラ

ントにて、デモンストレーションを行えるように、ネ

ットワーク構成の設計やシステム起動の自動化を行っ

た。広視野で、かつ手先と目の対応関係を自然に保つ

画像提示が可能な HMD／プロジェクター複合ディス

プレイシステムや直感的な全身運動や移動指示の機能

を持つ、遠隔行動誘導・ロボット操縦のためのコクピ

ットを開発した。 

(2) パラサイトヒューマン装着者による人の誘導に関す

る研究 

 本年度は、これまでに開発した避難誘導シミュレー

タと避難誘導の効果について、成果の発表を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］遠隔行動誘導、パラサイトヒューマン、

テレイグジスタンス、避難誘導 

 

［研 究 題 目］レンチキュラーレンズを用いた高精度

な姿勢検出が可能な視覚マーカの開発 

［研究代表者］田中 秀幸（知能システム研究部門） 
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［研究担当者］田中 秀幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 視覚マーカは、カメラで位置姿勢を簡単に認識するた

めのツールとして拡張現実やロボティクスの分野で活用

されているが、正面付近から観測した時の姿勢精度が悪

いという計測原理上の問題があった。これに対し我々は、

レンチキュラーレンズを用いて姿勢に応じて変化する1

次元のモアレパターンを作り、これを計測することで高

精度な姿勢検知を行う手法を開発した。さらに、この原

理を2次元に拡張し、マイクロレンズアレイを用いた2次

元モアレパターンを姿勢推定に応用する手法も開発した。

本研究の目的は、この技術を応用し、正面からの観測時

でも安定かつ高精度な姿勢計測が可能な視覚マーカを開

発することである。また、実用化に向けた技術課題の洗

い出しと解決策の検討を行う。本年度は、レンチキュラ

ーレンズを用いた高精度マーカ（LentiMark：レンチ

マーク）と、マイクロレンズアレイを用いた高精度マー

カ（ArrayMark：アレイマーク）の双方について、マ

ーカ認識プログラムを改良することにより、照明条件に

対するロバスト化、処理の効率化、複数マーカへの対応

を行った。また、正面付近からの観測時以外でも発生す

る 「 姿 勢 の 曖 昧 性 ・ 多 義 性 」 と い う 問 題 を 、

LentiMark ではさらに広い角度範囲で認識可能なモア

レパターンを追加することで、ArryaMark では小さい

突起状の計測点を追加することで、それぞれ解決した。

実用化に向けた取り組みとしては、製造過程をより簡素

化するため、両マーカともマイクロレンズアレイを用い

て製作する手法の開発を進めている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］視覚マーカ、AR マーカ、サービスロボ

ット、環境構造化 

 
［研 究 題 目］新規廃棄物処分場の適地選定手法の構築 

［研究代表者］駒井 武（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］駒井 武、張 銘、坂本 靖英、 

原 淳子（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 スリランカ国における廃棄物処分場の適正な管理およ

び対策技術の開発に資するため、相手国特有の技術的・

社会的・経済的条件を見出し、見出した条件に関するデ

ータを収集・整理する。それらのデータを総合的に分析

し、新規廃棄物処分場の適地選定のための総合的評価手

法を構築する。また、選定手順書を作成することによっ

て、相手国での利活用と普及を図る。 
 本年度は、本研究調査サイトであるガンポラ町及びハ

ンバントタ市を含むスリランカ国中央州及び南部州を対

象に、入手可能な基本的情報（表層地質、地形、河川、

気象、土地利用、交通及び住居等）の収集・整理を行う

とともに、これらを用いた予備的解析を行った。具体に

は、GIS 解析と環境リスク評価を組み合わせ、特定地

域を対象として廃棄物処分場立地に関するリスクマップ

を作成し、選定手順の方法論を提示した。また、相手国

関連機関の研究者に対して、技術情報の提供を行うとと

もに、解析技術などに関する技術研修を実施した。 
 今後、適地選定のための社会・経済的要因も含めた形

でのスリランカ国廃棄物処分場選定基準（観点）・手法

を明確化し、新規廃棄物処分場の選定手順書を作成して

いく予定である。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］土壌汚染、リスク評価、廃棄物処分、ス

リランカ、地理情報システム 

 

［研 究 題 目］集光加熱法による局所的なアスベスト壁

面高温処理のための位置制御技術開発 

［研究代表者］池田 伸一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］池田 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究で進める集光加熱によるその場アスベスト溶融

無害化処理は、壁面を対象として局所的に高温化する、

これまでにない処理方式である。そのような環境、条件

下での、加熱ユニット位置制御技術を本研究において開

発する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］集光加熱技術、装置開発、輻射場におけ

る位置制御技術 

 

［研 究 題 目］インライン型極低濃度重金属汚染検出器

の開発 

［研究代表者］藤巻 真（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻 真、粟津 浩一（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

工業排水中に重金属が混入すると多大な健康被害を引

き起こすため、定期的な水質検査が行われているが、理

想的には常時監視することが望ましい。しかし現在の分

析機は高価でかつ試料の前処理等人為的操作が必要であ

り、常時監視可能なインライン化は現実的でない。電気

化学的手法による検出法は小型、安価、高感度であるが、

検査に試薬を用いる為、やはり常設には不向きである。

常時監視を可能にするために、我々は光導波モードセン

サを用い、消耗品を必要とせず、安価かつ簡易で、高感

度なインライン型検出器の開発を行う。 

平成24年度は、重金属捕捉用キレート剤として、ジピ

コリルアミン、他3種のキレート剤を選定した。また、

これらのブロックコポリマーを入手し、チップ表面へ固

定化するための表面処理の準備を完了した。また、実際

にジピコリルアミンを検出面に修飾した検出チップを用

いて鉛とカドミウムの検出試験を行ったところ、いずれ

も環境基準濃度での検出試験に成功した。 

本検出チップは、その表面に重金属イオンを電気還元

するための透明電極を持つ。平成24年度は、最適な透明
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電極作成条件を導出した。透明電極材料として ITO 膜

を使用し、常温及び200℃にて膜堆積を行った。室温堆

積では膜厚10～50nm の範囲で抵抗値に大きな変化はな

く、5×10-3Ω・cm であった。一方、200℃堆積では、

膜厚が厚くなるほど低抵抗化し厚さ 50nm では、

1.2×10-3Ω・cm という低い値を得ることができた。い

ずれの堆積温度でも厚さ50nm では、センシング特性に

劣化は生じず、検出が可能であることも分かった。平成

25年度は、各種重金属の検出に加え、種類の判別ができ

るように開発を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサ、水処理、光検出、導波モード、

電気還元 

 

［研 究 題 目］救急および災害現場で用いるポータブル

血液検査装置の開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、藤巻 真（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

災害時や事故現場で負傷した患者に対して、病院にお

いて輸血をする、胃カメラや内視鏡を用いて診断する、

あるいは手術をする必要がある。この場合まず ABO と

Rh（D）血液型検査を行い、また血液由来の感染症を

防ぐため、血液検査（HBs、HCV、HIV、梅毒）が不

可欠である。従って病院に到着してから手術を開始でき

るまで1時間程度が必要となり、初動がその分遅れるこ

とになる。現状では、患者の感染症の有無の判定をその

場で瞬時にできないために、医療従事者は自身の身の安

全を考え感染症陽性患者を扱うように全ての患者を扱わ

なければならない。これは初動の遅れにもつながってい

る。災害や事故現場あるいは救急搬送中に ABO と Rh
（D）血液型検査、感染症検査を行うことができれば、

病院到着後ただちに内視鏡検査や手術を行うことが可能

となり、生存率を劇的に増大させることが可能となる。

そこで屋外も含む事故現場で多数のけが人の ABO と

Rh（D）血液型検査を行え、かつ血液由来の感染症を

数滴の血液を用いて20分以内で完了できる可搬型の装置

を作製する。 

ABO 血液型検査（オモテ検査と裏検査）と Rh（D）

血液型検査、HIV、HCV、HBs 抗原、HBs 抗体、梅毒

の陽性陰性の判定を行える20分以内で行える装置を開発

する。また電源不要（バッテリー駆動）、携帯可能、屋

外でも使えるように温度安定（±4℃以内で安定）であ

ることが装置スペックとして必要である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ウイルス、血液、光学 

 

［研 究 題 目］テラバイト時代に向けたポリマーによる

三次元ベクトル波メモリ技術の実用化研

究 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、渡辺 歴、有本 英伸、 

古川 祐光、江本 顕雄、野口 尚美、 

小林 知子（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 三次元ベクトル波の記録を行うには偏光感受性を有す

る材料の開発と媒体化技術の確立が必須である。また、

媒体に露光する際に生じる媒体内の屈折率変調構造につ

いてその詳細を観察し、材料組成との相関を考察するこ

とが出来れば、記録材料の開発が大幅に効率化するもの

と期待される。そこで産業技術総合研究所では、新規の

偏光感受性材料の開発、ならびに、高感度・高分解能な

位相イメージング技術の開発に取り組んでいる。 

 平成24年度においては、偏光感受性物質の性能向上に

成功し、405nm にて78%の透過率（偏光感受性物質を

5wt%にてドープした1mm 厚さの媒体における値）を

有しながらも、2.7×10−3の光誘起複屈折値を呈する新

規物質を合成し、マトリクスとの化学的結合化を通じて

100℃-1時間以上の耐熱性を持つ媒体の開発に成功した。

採用している高ガラス転移温度のマトリクスの透明性に

ついても検証し、3.7×10−5[Srad-1・µm-1]の十分な透明

性（低光散乱性）を有していることを確認した。また、

当該媒質において400（角度）多重の偏光ホログラフィ

ック記録に成功した。さらに、フーリエ変換型ホログラ

ム記録光学系における強い光強度分布に起因した弊害を

解消するべく、新規のランダム位相マスクデザインにつ

いて考案し、効果を実証した。また、当該技術に関して

特許出願を行った。 

 位相イメージング技術に関しては、モデルとなる構造

複屈折性試料を対象としてその定量性を評価し、誤差が

少なくとも3%以内であることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］三次元ベクトル波記録、偏光感受性媒体、

経時安定性、偏光／角度多重記録、位相

イメージング技術、複屈折率変調構造、

デジタルホログラフィック顕微鏡 

 

［研 究 題 目］鉄系超伝導体の高 Tc 化指針の確立と純

良単結晶、多結晶試料を用いた超伝導特

性評価 
［研究代表者］永崎 洋（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］永崎 洋、伊豫 彰、鬼頭 聖、 

竹下 直、吉田 良行 

（電子光技術研究部門） 

石橋 章司、三宅 隆 

（ナノシステム研究部門）、 

後藤 義人、藤久 裕司 

（計測フロンティア研究部門）、 

李 哲虎（エネルギー技術研究部門） 
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（常勤職員10名） 
［研 究 内 容］ 
本研究は、実用材料化の観点から鉄系超伝導体のポテ

ンシャルを明らかにするとともに、同物質を用いた応用

プロトタイプを試作することをその目的とする。H24年

度は、高品質の多結晶、単結晶試料作製技術をベースと

して、超伝導線材の作成に着手した。鉄系超伝導体

（Ba, K）Fe2As2を対象とした線材を、PIT 法を用いて

試作し、プロセスの最適化を行うことによって臨界電流

密度 Jc=20000A/cm2を達成した。これらの研究で得られ

た成果を学会発表・論文発表によって報告した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］超伝導、高温超伝導、鉄系超伝導体、単

結晶、輸送送特性、異方性 

 
［研 究 題 目］糖鎖統合データベースの運営と統合化支

援、データベース更新作業 
［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 
［研究担当者］成松 久、梶 裕之、鹿内 俊秀、 

鈴木 芳典、藤田 典昭、前田 真砂子、

澤木 弘道（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 
糖鎖科学統合データベース（JCGGDB）の構築 

 JST の統合化推進プログラムに参加し、国内外の糖

鎖に関するデータの統合化を推進している。JCGGDB
では、各データベースに高機能な Application Program 
Interface（API）や Resource Description Framework
（RDF）を出力するプログラムを設置し、XML や

RDF の形式で詳細な情報を提供できるようになった。

この API や RDF を利用し国内外の連携・統合化を進め

ていくことになる。糖鎖構造情報を扱うために開発して

きたインフォマティクスのツールも十分に機能してきた。

統合化を高度化するためにも整備した糖鎖関連用語の

URI を定義し、別の名称でも同じ構造であれば1つの固

有の ID になるように用語の整備とツール開発を行った。 

 国際連携について、アジア諸国との連携を行うため年

2回の会議を開催し、その結果、RCMG が保有する

GlycoProtDB をベースにしてアジア主体の糖タンパク

質の統合データベースを構築していくことになった。ま

た、米国、欧州のデータベースのグループと連携するた

めに、主要な研究者を招聘し、共同開発のための話し合

いを開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、統合データベース、糖鎖遺伝子デ

ータベース、糖タンパク質データベース 

 
［研 究 題 目］半導体素子を用いた肝線維化センサーの

開発 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、後藤 雅式、栂谷内 晶 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖鎖医工学研究センターでは種々の疾患状態を反映す

る各種疾患糖鎖バイオマーカーの開発を行ってきており、

糖タンパク質と、それと選択的に結合するレクチン（プ

ローブ）についての豊富な知見がある。現在広く自動診

断機器に対応する蛍光・発光測定試薬は高価なため、よ

り安価な測定系が必要とされている。本研究では半導体

を用いて糖タンパク質を高感度で検出する安価なセンサ

を開発し、疾患の早期診断を促進することを目的とする。 

研究内容： 

 ゲート絶縁膜（HfO2、SiO2等）へのプローブ（レク

チン・抗体）の固定化プロセスの開発のために、始めに、

モデル糖タンパク質マーカー分子の検出系構築のための

準備を行った。まず、文献調査と我々の過去の知見に基

づき、モデル糖タンパク質マーカー分子としてα-

fetoprotein（AFP）等を選定した。さらに、センサ表

面での分子の物理的距離などを推定するために、各タン

パク質分子の分子モデリングを行うことで、予定するサ

ンドイッチアッセイ系のシミュレーションを行った。そ

の結果から、センサでの検出が可能であるという予測さ

れた。次に、文献調査を行うとともに、糖鎖に関する知

見を考慮して、それらの糖タンパク質マーカー分子を検

出するための適切なプローブ（レクチンや抗体）を選定

した。これらのプローブ（抗体）の性能評価として、生

化学的解析（Western Blot 法）により抗体の特異性を

評価した結果、最適な抗体をほぼ見出した。以上より、

モデル糖タンパク質の選定とプローブ候補の性能評価に

より、生化学的に使用可能であるということを確認した。

残る課題としてゲート絶縁膜へのプローブの固定化プロ

セスに選択したリンカーとの相性（プローブ性能への影

響）などについての検討を進める予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、疾患糖鎖バイオマ

ーカー、半導体センサ、診断 

 
［研 究 題 目］糖タンパク質の糖鎖品質を全自動で定量

評価できる省エネ・省スペース型装置の

開発 

［研究代表者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］久野 敦、齋藤 こずえ 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 抗体など、糖タンパク質医薬品の生産プロセス開発や

品質管理に役に立つシステムを開発する。具体的には、

糖タンパク質生産細胞培養液から対象物を効率よくエン

リッチし、その機能に関わる糖鎖の品質を調べるまでの

工程を全自動で行う装置を開発する。これは、当該研究

者が保有する独自糖鎖品質評価技術シーズを、共同申請
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企業の製品である省エネ・小型核酸定量測定装置へ応用

することではじめて達成される。2年間の研究開発によ

り、A. 糖鎖変化を精密に定量するためのマルチレクチ

ンアッセイ同時検出（以降「糖タンパク質糖鎖変化検出

系」とする）の実現。 B. 生体試料中微量糖タンパク

質の高効率、高再現性回収機能および糖タンパク質糖鎖

変化検出機能の集積化、省スペース化。 C. 前処理か

ら検出までの全工程を4時間で完了。を目指す。 

 そのために当該研究者は、レクチン－抗体サンドイッ

チアッセイが可能であり、かつ糖タンパク質上の糖鎖変

化を定量するのに有効なレクチンを少なくとも4種選抜

することを本年度の第一開発目標とした。対象となる3

種の糖タンパク質分子に対し、分析条件を最適化したの

ちにレクチンマイクロアレイ解析した。取得したデータ

から、レクチンアレイ上の45種レクチンのうち、上述の

糖タンパク質上の糖鎖と結合するレクチンで有用なもの

を4種選抜できた。また本年度は開発装置の検出感度、

精度をモニタリングするための系を構築することも目標

とした。結果、装置の評価に使用する糖タンパク質標品

の確保とその現有システムによる検出上限、下限の算出

など、評価系に必要なものをほとんど準備することがで

きた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖タンパク質、バイオ医薬品、糖鎖解析、

レクチン、自動測定 

 

［研 究 題 目］光分解性バイモーダルナノパーティクル

の開発と、がんの可視化と治療への応用 

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai 
（健康工学研究部門） 

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai,  
Edakkattuparambil Sidharthan Shibu, 
Sakiko Sugino（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、以下の二点に着目して行った。(i)光分解

可能な蛍光磁性バイモーダルナノプローブの開発と(ii) 

in vitro 及び in vivo でのバイオイメージングのための

バイモーダルナノパーティクルの産業応用への可能性の

評価である。我々は、磁性部位に Fe3O4、蛍光部位に近

赤外蛍光 CdSe/ZnS 量子ドット、あるいは Au25量子ク

ラスターから構成される光分解性蛍光磁性バイモーダル

ナノ粒子の調製を行った。本研究から得られた重要なポ

イントは、新規の二機能性を有する光脱ケージドリガン

ドの創製である。多様な量子ドットや量子クラスターは

Fe3O4ナノ粒子個々の表面上にあるいはリガンドを介し

て修飾されている。リガンドやバイモーダルナノ粒子の

光脱ケージ化は、吸収及び質量分光技術や FESEM 画

像解析を用いて特性評価が可能である。バイモーダルナ

ノ粒子は、アラトスタチンペプチドや上皮増殖因子

EGF のような特異的生体分子と抱合されると、マウス

黒色腫細胞（B16）やヒト肺腺癌細胞（H1650）で効率

的に輸送される。バイモーダルナノ粒子の細胞内輸送は、

蛍光イメージングと MRI を併用することによって特性

評価される。平行して、in vivo イメージングへのバイ

モーダルナノ粒子の可能性を B6マウスに静脈注射及び

皮下注射によって評価した。マウスの MRI 及び近赤外

蛍光イメージから肝臓におけるナノプローブの優位な局

在が見られた。興味深いことに、肝臓に蓄積したナノ粒

子は24時間以内に消失した。これらの結果から、新規に

創製したバイモーダルナノ粒子は in vitro 及び in vivo
共に MRI や近赤外蛍光イメージングの併用に最適なプ

ローブとなり得ることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノテクノロジー・バイオイメージン

グ・ナノ粒子・バイモーダリティ 

 

［研 究 題 目］化学処理による放射性セシウム汚染土壌

の除染・減容化に関する研究 

［研究代表者］苑田 晃成（健康工学研究部門） 

［研究担当者］苑田 晃成、槇田 洋二、 

チトラカー ラメシュ 

（常勤職員2名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

 農地等に拡散した放射性物質（特にセシウム-137）の

除染技術の確立は喫緊の課題である。本研究では、高価

な処理設備を必要としない経済性に優れた化学処理によ

る放射性セシウム汚染土壌の除染・減容化処理技術の確

立を目指し、土壌中の放射性セシウムを脱着（除染）す

るための溶離液の検討および溶出させたセシウムを減容

するためのセシウム選択性捕捉剤の検討を行った。 

 セシウム選択性捕捉剤の検討においては、トドロカイ

ト型マンガン酸化物がセシウムイオンに対して高い選択

性を示すことはわかっていたが、合成時に複雑な多段階

の工程を要し、大量合成した場合には高コストになる。

そこで、1段階で簡便かつ低コストで合成できる他のマ

ンガン系吸着剤についてセシウムイオンに対する選択性

を調べたところ、低結晶のバーネサイト型マンガン酸化

物がセシウムイオンに対して高い選択性を示すことを見

出した。 

 また、土壌中の放射性セシウムを脱着（除染）するた

めの溶離液の予備検討として、セシウムイオンを吸着さ

せたバーネサイト型マンガン酸化物を用いて、各種溶離

液におけるセシウムイオンの脱着性をバッチ法で調べた

結果、塩化カリウム溶液のセシウムイオン脱着率が高く、

次いで、塩化アンモニウム溶液のセシウムイオン脱着率

が高かった。 

 今後、使用済み溶離液の再利用技術やより高性能なセ

シウム選択性捕捉剤を開発し、経済性に優れた除染・減

容化プロセスの構築を図る。 

［分 野 名］ライフサイエンス   
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［キーワード］セシウム、吸着、脱着、減容化、マンガ

ン酸化物 

 

［研 究 題 目］マルチウェルプレート対応生細胞リアル

タイム多色発光測定装置の開発 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、室冨 和俊、安永 茉由、

大西 尚子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 発光レポーターアッセイは、測定の簡便性や定量性の

高さから、遺伝子発現やシグナルトランスダクション等

の細胞内の変化を定量的にモニターするための必須ツー

ルとして、基礎研究のみならず、創薬、食品機能などの

広範な研究開発に汎用されている。本研究は、緑色・橙

色・赤色の3色発光を放つ3種の発光レポーターを活用

し、複数種の細胞情報を長時間に渡りリアルタイムに検

出、且つ多検体を同時に処理可能な、これまで市販化さ

れていない新規リアルタイム発光測定装置の開発を行

う。 

 本年度は、開発予定のリアルタイム発光測定装置の感

度や測定誤差等の測定性能の評価に供するポジティブコ

ントロール用発光細胞を以下の方法により樹立した。

NIH3T3細胞のゲノム中に相同組換え用配列（FRT 配

列）が 1箇所組込まれた FlpIn3T3細胞に、herpes 
simplex virus 由来 thymidine kinase プロモーターと

緑色発光ルシフェラーゼを連結したカセットを相同組換

えにより挿入し、ハイグロマイシンにより選抜した。樹

立した細胞の発光強度を検証したところ。既知の細胞の

強度と比較し50倍以上高いことが明らかとなった。続い

てこの細胞が、開発予定のリアルタイム発光測定装置の

性能評価に使用できるかを検討するため、既存のルミノ

メーターをモデル装置として用い、リアルタイム発光測

定により装置のリニアレンジを測定した結果、既存装置

においても3桁のリニアレンジの検証が可能であること

が判明、今後の装置評価に極めて有用な細胞であること

が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ルシフェラーゼ、ルミノメーター、セル

ベースアッセイ、創薬スクリーニング 

 

［研 究 題 目］高度石英ガラス構造を有する新規マイク

ロナノ分析計測デバイスの開発 

［研究代表者］脇田 慎一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］脇田 慎一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 石英ガラスは電気的、化学的、物理的に安定な優れた

特性を有しており、在宅医療やオンサイト環境分析のプ

ラットフォームとして有望視されているマイクロ流体デ

バイスなどへの応用が期待される。しかし射出成形によ

る大量生産が可能な樹脂材料と比較して石英ガラスはコ

スト面で不利である。 

 そこで、石英ガラス独自の性質を活かした分析デバイ

ス開発を目指して、高度石英加工技術により、高品質高

性能なマイクロナノ分析デバイスを低コストで供給でき

る製造技術開発を検討した。 

 試作した特殊構造を有するマイクロナノ流体デバイス

の分析性能をモデル蛍光物質により理論段数を用いて評

価した。デバイス全体での分析性能は当初の予測ほどに

は発揮されなかったが、分析デバイスの各部で予想され

た分析性能が確認された。今後、製造精度の向上により

高性能分析性能を得られる見込みを得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マイクロ流体デバイス、分離デバイス 

 

［研 究 題 目］低温成形配線用ナノ粒子インク材料を目

的とした窒化銅微粒子の合成 

［研究代表者］中村 考志（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］中村 考志、蛯名 武雄、林 拓道 
（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、プリンテッドエレクトロニクスデバイス用

配線インクとして、高価でイオンマイグレーション性の

ある銀や、化学的に不安定な銅に変わる材料として窒化

銅を利用することを目指した研究である。窒化銅は酸化

耐性があり、バルクにおいて350℃で銅と窒素に分解す

ることが知られている。この性質とナノ粒子化による分

解温度の低下を活用することで、200℃以下の加熱で導

電性が発現する窒化銅配線インクの開発を目標としてい

る。 

 平成23年度の研究でアジ化銅錯体から窒化銅が生成す

ることを確認していたが、爆発性原料からの合成は大量

合成時の製造操作や取り扱いが困難になることから、と

ても実用化を視野に入れた合成法とは言えなかった。 
 平成24年度では、種々の銅及び窒素を含む化合物から

の窒化銅ナノ粒子の合成を検討した結果、酢酸銅を長鎖

アルコール中でアンモニアを通気しながら130℃以上、

30分間加熱すると、二次粒径100-200nm の窒化銅ナノ

粒子が収率約30%で合成できることを見出した。これに

より、安全かつすみやかに窒化銅ナノ粒子を合成できる

条件を見出した。 

 上記の方法により合成した窒化銅ナノ粒子の分解温度

と市販されている窒化銅粉末（粒径＞2µm）の分解温度

とを比べた結果、窒化銅ナノ粒子は220℃、窒化銅粉末

は430℃であり、ナノサイズ化により200℃以上分解温度

が低下していることを確認した。現在はこのナノ粒子を

用いて配線化に向けた検討を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノ粒子、金属窒化物、印刷配線、エレ

クトロニクス 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(575) 

［研 究 題 目］マイクロ波利用流通反応器における高速

高精度温度測定法の開発 

［研究代表者］佐藤 剛一（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］佐藤 剛一、西岡 将輝 
（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 円筒型照射空間を利用した気相流通式マイクロ波利用

反応装置の速やかな技術移転を促進するためには、温度

測定技術の最適化を図る必要がある。マイクロ波利用反

応では、接触型の温度計を照射空間内に設置することが

材質の関係から困難であり、外部からの非接触温度測定

が必須となる。この場合、窓材の材質やガス雰囲気等に

よって反応物質の温度測定条件が異なることから、正確

な温度を測定するためには、流通式マイクロ波反応器に

適し、触媒層の温度を高速、高精度で測定する手段の開

発が必要である。しかしながら、マイクロ波照射ガス流

通式反応における温度の非接触測定については、ほとん

ど研究が実施されておらず、温度計測に関するデータの

蓄積もない。 
 新規な測定法の開発に向け、放射温度計、光ファイバ

ー温度計、サーモグラフィ等を用いてマイクロ波照射下

の温度解析を実施し、サーモグラフィの測定波長の影響、

触媒の反射率の影響などのデータを蓄積し解析した。そ

の結果、触媒層の温度は反応ガスの種類により大きく影

響されること等を明らかにした。続いて、より正確に触

媒温度を測定する手法を検討し、特に、共振周波数を利

用した測定方法の可能性を見出し、実証することに成功

した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロ波加熱、温度測定、触媒、流通

反応 

 

［研 究 題 目］飽和炭化水素とアルコールを用いたプロ

ピレン製造技術の開発 

［研究代表者］山口 有朋（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］山口 有朋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、化学産業の基幹物質であるプロピレンは、原油

成分であるナフサの熱分解法（850℃程度）により製造

されている。固体触媒を用いたナフサの接触分解法は、

熱分解法に比べて低温で進行し、高いプロピレン収率が

得られる利点がある。本研究では、高い耐スチーム性を

示す P/ZSM-5を触媒として利用し、反応物としてヘキ

サンとエタノールの混合物を使用した接触分解反応を行

い、高収率でプロピレンを製造する。エタノールがプロ

ピレンに転換する際（脱水反応過程）に生成する水によ

り、コーク生成を抑制する。プロピレンを高収率で製造

する新規技術であり、石油化学産業における省エネルギ

ー、二酸化炭素排出削減に寄与できる技術である。反応

温度及びヘキサンとエタノールの混合比率をパラメータ

ーとして反応条件を精査し、目標とするプロピレン収率

を達成し、24時間の連続反応試験においてもプロピレン

収率は安定していた。さらに、異種元素導入によるプロ

ピレン収率の向上を検討し、高いプロピレン収率が得ら

れた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナフサ、エタノール、ゼオライト触媒 

 

［研 究 題 目］不揮発性溶剤を用いる吸収式 VOC 除

去・回収技術の開発 

［研究代表者］牧野 貴至（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］牧野 貴至、金久保 光央、及川 裕美 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 イオン液体を用いる吸収式 VOC 除去・回収技術の開

発に取り組んだ。従来吸収液の課題であった排気ガス中

に含まれる水蒸気成分による除去率の低下を低減するた

め、本研究では疎水性のイオン液体に着目した。トルエ

ンおよび酢酸エチルの除去試験では、水及びエチレング

リコールと同等もしくは優れた除去率を示すことを見出

した。処理ガス中の VOC 濃度は排出基準値以下であっ

た。また、飽和吸収量も従来吸収液より優れており、イ

オン液体を利用することで、VOC 除去技術を高効率化

できることを実証した。VOC の回収にあたっては、イ

オン液体を加熱・減圧することで、吸収液の損失なく

VOC を回収できることを明らかにした。 
 さらに、プロセスの高効率化を図るため、よりトルエ

ン吸収量に優れたイオン液体の開発に取り組んだ。

VOC 吸収量がイオン液体の分子構造に依存することを

明らかにすると共に、ポリエチレングリコールの2倍近

いトルエン吸収量を示すイオン液体を見出した。当該イ

オン液体は酢酸エチルの除去においても、水やポリエチ

レングリコールよりも優れた除去率・吸収量を発揮した。

イオン液体の最適化により、VOC 除去・回収技術のさ

らなる効率化が可能である。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］イオン液体、VOC 除去・回収、環境保

全、リサイクル、省エネルギー 
 

［研 究 題 目］水素と酸素から過酸化水素を安全に連続

合成するプロセスの開発 

［研究代表者］鈴木 明（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］鈴木 明、川﨑 慎一朗 
（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 過酸化水素の製造技術として、アントラキノン法が一
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般的である。特に、半導体製造分野で多量に消費され、

高純度過酸化水素が用いられる。これは無機イオンのみ

ppb、ppt オーダーの制限がかけられているものの、有

機物 TOC については数10ppm が現状である。これは有

機物をプロモーターとして用いる製造方法に由来してい

る。 
 そこで、超高純度過酸化水素を得るためには、水素と

酸素から直接合成する方法が好ましく、安全にかつ安定

的に高濃度の過酸化水素合成が実現できれば、有機・無

機いずれの不純物も低減することができる。 
そこで、水素と酸素、貴金属触媒を用いて過酸化水素

を直接合成する連続プロセスを開発する。反応管として、

内面に Pd を無電解メッキした触媒マイクロチューブを

作成した。また、Pd 触媒表面で合成された過酸化水素

は、合成と同時に分解反応も生じる。この分解反応を抑

制するために過酸化水素回収水として酸水溶液（硫酸に

臭化ナトリウムを添加）を供給した。触媒マイクロチュ

ーブ内の流動状態を気相、液相が交互に形成されるスラ

グ流に制御するプロセスを開発した。このスラグ流触媒

マイクロチューブ方式を用いて、低水素濃度から基礎実

験を開始し、気体中の水素濃度、反応管内の気液比、ス

ラグサイズ、酸濃度、触媒種類、触媒表面形状等を検討

し、水素分解率、過酸化水素選択率、過酸化水素収率を

評価している。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］過酸化水素、水素、酸素、直接合成、マ

イクロリアクター、スラグ流 

 

［研 究 題 目］反応性イオン液体の CO2吸収機構解明 

［研究代表者］金久保 光央（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］金久保 光央、牧野 貴至、丹野 美香 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 膜分離法は、体積効率の高い省エネルギー技術であり、

種々の条件の CO2発生源を対象として、脱炭酸を実現

可能な技術である。本研究開発では、室温から高温、常

圧から高圧（～3Mpa）、低湿から高湿度までの全ての

性状ガスに対応できる、イオン液体を利用した CO2選

択透過膜を創製する。そのためには、分離膜の設計にあ

たり、イオン液体の CO2吸収量や輸送特性、及び水蒸

気の影響等を明らかとし、熱力学的な見地から CO2吸

収メカニズムを考察することが不可欠である。 
 平成24年度は、アミノ酸をアニオンとするイオン液体

に着目し、常圧から高圧条件で CO2吸収量を測定した。

5MPa までの圧力域において、開発したアミノ酸イオン

液体は、一般的な物理吸収系イオン液体よりも高い

CO2吸収量を示し、その優位性が実証された。また、ラ

マン分光法により、イオン液体中の CO2吸収状態を観

察した。イオン液体中に水が存在すると、アミノ酸アニ

オン－CO2反応体に加えて、炭酸塩と炭酸水素塩が生成

することが明らかになった。また、CO2分圧の上昇によ

り、これらの塩と物理吸収された CO2の組成が増加す

ることが確認された。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分離膜、二酸化炭素、イオン液体、省エ

ネルギー 
 

［研 究 題 目］マイクロ波による機能性粒子表面修飾技

術の検討とそれを用いた機能性コンポジ

ットの開発 

［研究代表者］西岡 将輝（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］西岡 将輝、台野 洋平 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

マイクロ波の非接触加熱・選択加熱の特徴を生かし、

無機微粒子表面に選択的に化学処理を施す技術を開発す

るため、スラリー中における無機微粒子の非平衡加熱現

象の確認、同現象による表面反応の進行、評価及び本反

応進行に好適な装置開発を目標とした。マイクロ波照射

の有無により、スラリー温度が5～80℃以上の瞬時に変

動することで非平衡加熱効果を確認するとともに、処理

剤と微粒子表面の結合は通常の処理方法と比較してより

強固な結合状態であることを示唆する評価結果を得たこ

とで、非平衡加熱効果による表面改質効果を確認した。

装置開発においては、マイクロ波照射装置を流通式装置

に組み込み、表面にローカライズした表面修飾反応を可

能とするフロー式マイクロ波処理システムを開発した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］マイクロ波、表面処理、選択加熱、流通

反応 

 

［研 究 題 目］高圧二酸化炭素を用いた厚膜塗工プロセ

スの開発 

［研究代表者］川﨑 慎一朗（コンパクト化学システム

研究センター） 

［研究担当者］川﨑 慎一朗（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

本研究では、リチウムイオン二次電池の電極膜製造プ

ロセスの環境負荷低減、省エネルギー化を目的として、

有機溶媒使用量を低減した超高粘度塗工液の新規塗工プ

ロセスの開発を行っている。電極膜塗工液は、高分子有

機バインダーを有機溶媒で溶解させた溶液に電極物質、

導電助材を混合してスラリー化処理したものである。こ

の塗工液は、電極物質（粉体）の濃度が高く、かつ、超

高粘度であり、高圧プロセスでの連続操作も容易ではな

い。この塗工液を連続供給し、高圧二酸化炭素を安定的

に混合して、粘度低下挙動を把握し、任意の粘度に制御

して電極箔上に塗工し焼き付けを行った。電極膜の性状
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評価（SEM、EDX）、電極膜を用いてボタン電池を製作

し、充放電サイクル特性、出力特性を評価した。 
従来の塗工液で使用している希釈溶剤の添加量を低減

でき、高圧 CO2をマイクロミキサーで混合して減圧し

た直後の塗工液で電極を作成すると、電池性能が向上す

る結果が得られた。ただし、高圧スリットダイからの連

続安定塗工技術の開発に課題を残した。スリットダイ内

部の減圧過程で溶解していた CO2が脱離し、気液状態

となるため間欠流となり塗工面の均一性が得られなかっ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界二酸化炭素、リチウムイオン電磁、

成膜 

 

［研 究 題 目］粘土を含む保護層を付与した高耐久性漆

器の開発 

［研究代表者］蛯名 武雄（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］蛯名 武雄、林 拓道、和久井 喜人、

中村 考志、岩田 伸一、鈴木 麻実 
（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、玉虫塗として知られる漆器塗工面上に粘

土等の無機ナノ粒子を含む保護層を付与し、難燃性・耐

擦過性・耐紫外線性・耐久性に優れた漆器及びその製造

方法を開発する。開発漆器には、自動車の内装材料とし

て利用可能な高い難燃性を付与する。また、従来問題と

なっていた、紫外線による色褪せ等を防止する。さらに、

開発塗料に従来品よりも高い表面硬度を持たせ、傷をつ

きにくくすることによって携帯電子機器カバー等に使用

した際の耐久性を向上させる。 
平成24年度は、主に粘土を含む保護層の設計及びペー

スト開発を行った。具体的には、下記の項目について検

討を行った。1)表面保護層の設計及びペースト開発にお

いて、水系及び有機系溶媒を用い、粘土を分散・ペース

ト化し、成分比・混合方法・塗工方法の検討を進めた。

目標である、保護層（粘土膜層）単独でのアルコール燃

焼試験で、水系粘土膜及び有機系粘土膜は、共に着火の

ない高い不燃性を有することが確認できた。また、2)玉

虫塗への表面保護層の塗工と製品試作において、玉虫塗

りの製法である、スプレー塗工に適合した粘土膜用ペー

ストの製法を確立し、玉虫塗への表面保護層（粘土層）

の形成と製品試作が可能であることを確認した。この際、

水系粘土膜の表面硬度が有機系粘土膜よりも高いことを

見出した。粘土膜の玉虫塗への密着性の評価としては、

粘土膜を加熱処理することにより、玉虫塗への十分な密

着強度が確保できることを確認した。平成24年度は、粘

土を含む保護層が玉虫塗表面に密着し、均一コーティン

グされ、その表面保護層の不燃性が確認された。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］粘土膜、難燃性、コーティング 

 
［研 究 題 目］木質材料の流動性発現による複雑三次元

成形加工への天然添加剤の適用 

［研究代表者］金山 公三 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］金山 公三、三木 恒久、杉元 宏行、

重松 一典（常勤職員4名） 
［研 究 内 容］ 
 木質材料の超塑性的変形挙動を利用し、バルク状の木

質材料から任意形状の製品を得る技術を世界で初めて見

出した。この技術は従来の木材成形技術と比較して、粉

末化のエネルギー削減、迅速な任意形状付与、高力学特

性付与、高木質感の付与、および、原料形状を限定しな

い点等の多数の優位点を持つ。この変形挙動は、添加剤

を木質材料成分の非結晶領域へ拡散後、非結晶領域中の

水素結合性官能基とナノ複合化する事により発現する。

現状では、添加剤に石油由来物質を用いているため、木

質材料の優位性である持続性が損なわれる。そこで本課

題では、天然系添加剤による木質材料高機能化技術の開

発を行った。 
 天然添加剤によって、石油系添加剤と同等以上の木質

材料の流動成形技術の開発に取り組んだ。天然添加剤を

木質材料内に拡散させる含浸・乾燥条件を検討し、添加

剤が木材細胞壁にまで十分拡散した材料について金型内

で圧縮成形を行ったところ、80MPa 以下の圧力で容易

に流動性が発現することを確認した。得られた成形体は、

水中浸漬24時間による寸法変化率5%以下の形状安定性

が付与されており、バイオプラスチック並みの強度特性

を得られることを確認した。その特性は促進劣化試験を

行った後も維持していた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］木質材料、流動成形、天然添加剤、含浸、

細胞壁 
 
［研 究 題 目］高耐久性・高意匠性を両立する木質成形

体の開発 

［研究代表者］金山 公三 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］金山 公三、三木 恒久、杉元 宏行、

重松 一典（常勤職員4名） 
［研 究 内 容］ 
 樹木は光合成により CO2 を固定し、製品として使用

される間も炭素を保持し続けるため、樹木、竹等から得

られる木質材料の利用を拡大することは CO2 吸収・貯

蔵の促進につながる。また、木質材料は、適切に管理す

ることにより持続的に入手できる材料であるため、資源

の少ない日本にとって、環境調和型かつ持続的利用可能

な材料としてプラスチックなどの石油資源の代替資源と

してその活用が期待されている。 



研 究 

(578) 

 しかし、プラスチックの代替には、製品としての形状

付与技術が必要条件となる。現状の木質材料の加工技術

では、用途に合わせて切削加工を行う方法が一般的であ

る。しかし、複雑な形状を切削によって得る場合には、

職人の技術やマシニングセンタなどの特殊機械を必要と

する他、良質の材料を必要とする、歩留まりが低い

（30%程度）、生産性が低いといったコスト高を引き起

こす問題が多くある。この解決策として、木質材料の流

動成形技術の開発を進めているが、変形および形状固定

の工程で受ける熱による変色が問題となっている。 
 熱分解物が成形体の内部に留まり、成形体の色変化の

原因となっていると推測されたので、木質材料を構成す

る成分の熱分解挙動を調べた。具体的には、成形過程で

受ける温度条件において、様ざまな樹種の熱分析を行っ

た。これらと並行して、各種樹種と含浸薬剤とを組合せ、

成形実験を進め、多種多様な色の成形体の作製が可能な

ことを確認した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］木質材料、流動成形、熱分解、変色、意

匠性 

 
［研 究 題 目］光神経電子集積回路開発と機能解析・応

用 

［研究代表者］下島 康嗣 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］下島 康嗣（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 シナプス後膜に流れる電流を正確に測定できる培養型

イオンチャネルバイオセンサー内に、神経細胞ネットワ

ークを形成してレーザー光で活動電位を制御して記憶や

学習特性を測定することは、脳高次機能の解明や神経変

性疾患の診断・創薬に非常に有用である。 
 そのためには、計測素子を精度よく配置してさまざま

な信号を同時に獲得することが可能なセンサーの多チャ

ンネル化が必要であり、本研究では、ナノ加工技術を駆

使してセンサーの多チャンネル化を行っている。 
これまで、多点計測素子開発において、PMMA 基板

の微細貫通孔形成を従来 X 線リソグラフィで行ってい

たが、今後多点計測に向けてあらたな X 線マスクの開

発が必須で、マスク用材料の開発と FIB による多数の

微細貫通孔の形成の技術開発を進める。 
 平成24年度は X 線マスクの金薄膜（10µm 厚み）に直

径2µm の貫通孔を、位置精度±3µm にて複数個形成する

技術を開発した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］神経細胞ネットワーク、FIB、マスク加

工 
 
［研 究 題 目］材料技術および金型技術のハイブリット

制御によるマグネシウム合金板材の室温

プレス成形技術の開発 

［研究代表者］千野 靖正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］千野 靖正、黄 新ショウ、斎藤 尚文 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 マグネシウム合金圧延材は優れた比強度を有するため、

次世代の軽金属材料として注目されている。一方、圧延

時に強い集合組織が形成されることに起因して、アルミ

ニウム合金と比較して室温成形性が著しく低いことが問

題となっている。近年、研究者らは、汎用マグネシウム

合金を固相線近傍で圧延すると、集合組織の形成が抑制

され、室温成形性が著しく改善することを発見している。

一方、開発した圧延材の塑性異方性は他の金属と大きく

異なるため、プレス成形に関連する従来の知見を流用す

ることが困難である。そこで、本研究開発では、開発し

たマグネシウム合金圧延材を用いて複雑構造体を作製す

るための室温プレス成形技術を開発することを目指した。 

 具体的には、(1)限界絞り比1.75以上の深絞り成形の

実現、(2)絞りしごき比（初期ブランク直径／最終パン

チ直径）2.1以上の多段深絞り成形の実現を目標として

研究開発を実施した。そこでは、マグネシウム合金の室

温深絞り成形プロセスに、プレスモーションを精密に制

御可能なサーボプレスの導入を検討するとともに、プロ

セスパラメータの最適化を図った。その結果、目標とし

た限界絞り比（=1.83）および絞りしごき比（=2.1）の

室温プレス成形を行うことに成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］マグネシウム合金、集合組織、成形性、

金型、深絞り 
 

［研 究 題 目］石英薄板へのタンパク質の固定化とバイ

オセンサーチップへの応用 
［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 石英薄板へのタンパク質の固定化とバイオセンサーチ

ップへの応用を図るため ITO 電極を表面修飾しタンパ

ク質を固定化する。次に電気化学的手法であるサイクリ

ックボルタンメトリー（CV）法とスラブ光導波路

（SOWG）分光法による吸収スペクトル変化からチト

クローム c（cytc）とヘモグロビン（Hb）の固定化量、

固定化時間、電子移動速度等を検討する。 

 表面修飾ではキトサンの希薄な水溶液中に cytc と Hb
を共存させ試料溶液とし、cytc と Hb を含むキトサンを

ITO 上に固定化し、タンパク質固定化電極として使用す

る。また ITO 表面にホスホン酸の自己組織化単分子膜

を生成させその上に cytc や Hb を吸着させる。技術課

題はキトサン、cytc や Hb の濃度や浸漬時間等のパラメ
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ータの最適化であり、実験結果を確認しながら検討する

必要がある。 

 H24年度はガラス表面上にタンパク質を固定化する実

験を行い、cytc の酸化還元に対する機能が保持されて

いることは確認した。また表面修飾を行わない ITO 電

極での実験では、cytc の吸着量は単分子層に対して50%
程度の被覆率で止まりそれ以上は吸着しない、また例え

ば一時間の実験でその中の30%程度の cytc が脱離する

ことが分かった。 

 CV 法では、酸化還元ピークの電荷量からクーロン量

が求まりタンパク質の吸着量に換算でき、酸化と還元ピ

ークの電位差から電子移動速度が求まる。SOWG 分光

法による吸収スペクトル変化からは ITO 電極に固定化

された cytc や Hb が直接電子移動反応を行う機能を保

持しているかどうかが確認でき、SOWG 吸収スペクト

ルに観察される cytc と Hb のソーレ帯の吸収強度は吸

着しているタンパク質の量に比例しているため吸着量変

化を観察可能である。cytc の吸着量を変化させながら

CV と SOWG 分光法のその場観察を行ったところ、得

られる吸着量は比例関係にあったが、CV の酸化還元ピ

ークの電荷量がゼロになっても SOWG 分光法で得られ

るソーレ帯のピーク吸光度は残っており、ITO 電極と

直接電子移動反応を行った。試料溶液が希薄になるとと

もに cytc が吸着しているにもかかわらず CV でピーク

が現れなくなるのは、CV の酸化還元反応のピーク電位

がカソード側にシフトして分散するためと考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］タンパク質、チトクローム c、スラブ光

導波路分光法、バイオセンサーチップ、 

 
［研 究 題 目］ソリューションプラズマ法の低電力化と

直接燃料型燃料電池用合金ナノ微粒子の

調製 

［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、従来1～2kV、3A、15kHz といった大電

力を使用する必要があったソリューションプラズマ法

（以下 SP 法と略す）を、数百 V まで低電圧化すること

によって白金（Pt）ナノ粒子合成時の消費電力を大幅に

削減することを目標とする。また、ダイレクト形燃料電

池やセンサー用のプローブへの応用を目指し、Pt 合金

触媒を SP 法を用いて合成する手段を確立する。そのた

め実際に合成した Pt 合金をダイレクト燃料電池の触媒

として用い性能検査を行い技術移転の可能性を検討する。 

 具体的には以下の三項目を検討する。 

①  SP 法を低電圧化し、消費電力を従来の半分

（380kJ/Pt 1g）以下まで引き下げるとともに、低電

圧合成条件においても、10nm 以下の Pt ナノ粒子が

担持できるように、合成条件を探索する。  

② ダイレクト形燃料電池への応用を目指し、SP 法を

用い Pt 合金触媒を合成する手法を確立する。 

③ 実際に合成した触媒を用いてダイレクト燃料電池の

発電試験を行う。 

平成24年度は、電極に2mmφの金（Au）と Pt 線を

同時に用い SP を生じさせることで Pt-Au 合金が生じ

るかどうかを検討した。得られたナノ粒子分散水溶液を

XRD 分析行ったところ Pt-Au 合金ナノ粒子のピークが

確認されたが、同時に Pt ナノ粒子のみのピークも観察

され、Pt のみのナノ粒子も多く存在する事が示唆され

た。そのため現在は Pt-Au 合金ナノ粒の存在割合を増

やす実験条件を検討中である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ソリューションプラズマ、貴金属ナノ粒

子、触媒、低電力化 

 

［研 究 題 目］解凍精液から元気な精子だけをオンサイ

トで簡便に得るための技術開発 

［研究代表者］山下 健一 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］山下 健一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 人工授精に典型的に用いられる凍結精液おいて、解凍

後の精子の生存率低下が受胎率の大幅低下の原因となっ

ている問題を克服するため、元気な精子だけを選別する

ための手法の開発を行った。従来技術は、人の臨床利用

や実験用途での体外受精を念頭として、数十～数百匹の

精子を得るものである。一方、家畜生産での人工授精で

求められる量と濃度は桁違いであり、数百万～数千万匹

/0.5mL である。つまり、家畜生産用途での要求レベル

は、実に10-100万倍の効率化であり、簡便さと安価を維

持しつつ、この要求に応える技術はなかった。 

 層流の中では、流速等の条件を調整することにより、

精子が流れを遡る方向に配向して移動できることが広く

知られている。この既知の知見と、今回新たに見出し

た、薄層状流路を併用する流路構造体により、人工授精

で要求される10万倍の効率化を達成した。基本構成は、

解凍精液を入れる液溜め、第一段目の「薄い層状」の流

路構造体、それに続く第二段目の「細い流路部分」から

成る。この基本構造を基として、精子の運動挙動の特性

を最大限に活用できる応用構造を複数試験し、その性能

が確かに家畜牛の人工授精による繁殖作業に供するに十

分な性能があることを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］畜産、マイクロ流体、層流、牛、精子、

農業 

 

［研 究 題 目］テスト技法 FOT の大規模システムへの

適用可能性の検証 
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［研究代表者］大崎 人士 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］大崎 人士、北村 崇師、 

Nguyen Tang（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研が開発するテスト設計技法 FOT（Feature 
Oriented Testing）の実用化に向けた、大規模システム

への適用可能性の検証のための実証実験を、オムロンソ

ーシアルソリューションズ株式会社（OSS 社）と共同

で行った。具体的には、OSS 社が開発する産業で使用

される駅務システムのテストに FOT 技法を適用し、そ

の大規模システムへの適用可能性についての技術評価を

行った。特に、本研究では以下に示す3つの項目に取り

組んだ。 

1) テスト設計言語の表現力の調査研究 

 FOT では、論理樹（and-or trees）の拡張言語を用

いてテスト設計を行う。本項目では、この FOT で用

いるテスト設計言語が、産業で使用される大規模で複

雑な実システムに対しても、十分な記述性を備えるか

についての調査を行った。具体的には、実際に産業で

使用されるシステムのテスト設計を FOT の記述言語

で記述した。結果、本研究開始時の言語セットでは記

述不可能な場合をいくつか発見した。本研究では、こ

の結果に対応すべく、つまり、そうしたケースを全て

記述可能にするためテスト設計言語をいくつかの新し

い操作子で拡張した。さらにこの拡張された記述言語

の記述力が、命題論理というクラスと同等の記述力を

もつことを数学的な証明により示した。 

2) Pair-wise 法の導入 

 FOT では論理樹によって設計されたテストモデル

から、組合せ技術を用いてそれぞれのテストケースを

機械的に生成する。この方法を大規模システムに適用

する際、テストケースが爆発的に増えすぎてしまう問

題（テストケース爆発問題）が発見された。この問題

を解消するために、FOT 技法に Pair-wise 法を導入

した。Pair-wise 法は組合せテストのテストケース生

成戦略であり、網羅基準の概念を用いてテストケース

の数を減らす。本研究では、この Pair-wise 法を導入

し、FOT 技法を拡張した。導入の際には、木構造の

テスト設計から Pair-wise テストケースを生成する

「平坦化アルゴリズム」を独自に開発した。 

3) FOT 支援ツールの拡張 

 上記の研究項目1) 及び2) の拡張を支援できるよう、

FOT ツールの拡張を行った。特に、FOT 支援ツール

は GUI ベースの支援ツールであり、ユーザはこの

GUI を通してテスト設計を行うが、「1)テスト設計

言語の表現力の調査研究」におけるテスト設計言語の

拡張に対応するため、GUI を拡張した。また、「2）

Pair-wise 法の導入」に対応するために必要な平坦化

アルゴリズムやその他の必要なアルゴリズムや機能の

実装を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ソフトウェア検証、ソフトウェアテスト 

 

［研 究 題 目］利用者指向ディペンダビリティの研究 

［研究代表者］木下 佳樹 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］木下 佳樹、武山 誠、湯浅 能史、 

木藤 浩之、平井 誠、田口 研治 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、開放情報系におけるディペンダビリティの

概念を確定することを中心に、規格策定、ツール開発、

理論的基盤の整理・発展を目的とするものである。ディ

ペンダビリティの保証のため、ディペンダビリティ保証

の議論（Argumentation）の構造を記述する記法であ

る D-case と、そのエディタである D-case editor が開

発されている。本研究においては、D-case のより形式

的な取扱い、ディペンダビリティ保証のための標準化、

議論に関する基礎的研究について実施した。 

1）D-case in Agda 
開発環境・証明支援系 Agda と D-Case のグラフィカ

ルエディタ D-Case Editor を連携させたツールで、

形式 D-Case の議論部分の Agda による記述と、D-
Case の図式記法による議論木としての記述の間の相

互変換を行う。証明支援機能を用いての Agda 記述に

対する整合性検査・不整合解消を実行することが可能

である。 

2）規格の策定 

ISO/IEC JTC1 SC7 WG7において、 ISO 15026 

System and Assurance Case に関する規格の策定を

co-editor を派遣し、執筆を行った。IEC TC56におい

ては、Open Systems Dependability の概念を記した

新 し い 規 格 策 定 の NWIP （ New Work Item 
Proposal）を WG4 System Aspects of Dependability
に提出した。OMG（Object Management Group）の

System Assurance Task Force においては、ISO とは

別に、ツール間の互換性確保のためのアシュアランス

ケースの規格策定が行われている。アシュアランスケ

ースの規格である SACM （Structured Assurance 
Case Metamodel）に対しては、その改定チームに参

加し、規格の改定に主体的に参加をした。さらに、

D-case in Agda に代表される、証明系とアシュアラ

ンスケースの形式的チェック機能に関する標準化を目

指し、MACL（Machine-checkable Assurance Case 
Language）を提案した。 

3）理論的基盤 

D-case の基本となる argumentation に関しては、 

Dung の議論モデルに基づいて、反駁（rebuttal）に

関する研究成果を発表した。 
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［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］開放情報系ディペンダビリティ、ディペ

ンダビリティ保証、議論に関する理論、

標準化 

 

［研 究 題 目］セルラーゼとリジン脱炭酸酵素の高機

能化・低コスト化技術開発（Ⅰ）－解析

と改良 

［研究代表者］石川 一彦（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］石川 一彦、片岡 未有、前野 友香、

中林 誠（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究は、低炭素社会実現に貢献するバイオポリマ

ー原料であるモノマーを非可食性バイオマスから低コス

トかつ省エネルギーで製造するための革新的製造プロセ

ス開発を目的とした酵素の研究開発である。産総研では、

本工程に必須の耐熱性セルラーゼ（5種類）の開発を行

った。5種類のうち2種類を好熱菌ゲノムより見出し、遺

伝子クロ―ニングを行いさらにタンパク質工学的手法で

改変した後、大腸菌により大量発現生産することに成功

した。本酵素の結晶を調製して構造機能解析を行った結

果、目的温度域での利用の可能性が示唆された。さらに

共同研究先との連携で、糸状菌による本酵素群の大量生

産技術を構築し、上記の2種類の酵素において大量発現

ができることを確認した。また、ポリマー原料であるジ

アミン生産に関わるアミノ酸関連酵素の耐熱化と実用化

を目指した酵素開発研究を行った。好熱菌ゲノム情報か

ら本酵素遺伝子を見出し、その遺伝子クローニングおよ

びコドンを最適化することで大腸菌による大量発現生産

に成功した。得られた酵素タンパク質の機能解析を行い

70℃での安定性および酵素活性が確認された。本酵素の

実用化を行うための基礎的データの収集を行うとともに、

タンパク質工学的手法による酵素改良実験に必須である

酵素の結晶調製実験を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］糖化酵素、耐熱性酵素、結晶構造解析 

 

［研 究 題 目］サトウキビ廃棄物からのエタノール生

産研究 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］矢野 伸一、遠藤 貴士、美濃輪 智朗、

李 承桓、松鹿 昭則、坂西 欣也、 

三浦 豊和、高 旻天、孫 孝政 

（常勤職員6名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 世界最大のサトウキビ生産国であるブラジルにおいて

サトウキビ廃棄物からエタノールを生産する技術を開発

することを目標に、前処理、酵素糖化、発酵の各要素技

術についてブラジルの大学と国際共同研究を実施した。

また温室効果ガス（GHG）排出量削減効果等について

の LCA 解析を行った。 

 昨年度までに、湿式ディスクミルによる前処理法だけ

ではサトウキビ廃棄物に対しては効果が低いことが明ら

かになり、その解決策として湿式ディスクミルと水熱処

理の複合処理方法の検討を行ってきたが、水熱処理

（150℃、2時間）後、ディスクミル処理を行うことで、

固形分濃度が10%（w/v）の高濃度条件においても、セ

ルロースから77%のグルコース収率を得ることができた。 

 糖化酵素については、糸状菌の培養による酵素生産に

おいて、スケールアップの際に酵素生産性が変動する例

が知られているため、ベンチ規模での生産を円滑に行う

ための基盤的研究として、重要なパラメーターと考えら

れた総括酸素移動容量係数（kLa）と酵素生産性の関係

を調べる実験を行った。その結果、kLa と酵素生産性

の間に相関関係があることが明らかになり、kLa の重

要性が確認された。 

 発酵に関しては、ブラジルで使用されている工業用酵

母株に遺伝子組換えによりキシロース発酵能を付与する

ことに成功しているが、これを用いてキシロースの細胞

取り込みについての実験を行い、7種あるヘキソースト

ランスポーターのキシロースに対する応答が種類ごとに

異なることを明らかにした。 

 さらに LCA 解析により、サトウキビ廃棄物からのエ

タノール生産により、同エネルギーのガソリンを使用す

る場合に比べて、GHG 排出量を72%低減できることを

明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオエタノール、サトウキビ廃棄物、

ブラジル、バガス、酵素糖化、プロセス

シミュレーション 

 

［研 究 題 目］ハミルトニアンからの材料強度設計 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、 

Bhattacharya Somesh Kumar 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 「大規模第一原理計算による界面・欠陥の力学応答の

解析」を担当した。本課題では、Fe 金属および Fe-Si
系合金の機械的性質を解明するため、粒界・界面・欠陥

の安定構造、力学応答を、第一原理計算を用いて原子・

電子の挙動から解明する。本年度は、bcc Fe 中の<110>

傾角の対応粒界（対称傾角粒界）として、{112}Σ=3粒

界、{111}Σ=3粒界、{332}Σ=11粒界、{221}Σ=9粒界に

ついて、密度汎関数理論に基づく第一原理計算を適用し、

安定原子配列、エネルギー、局所磁気モーメントを明ら

かにするとともに、局所エネルギー・局所応力計算を適
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用した。また、界面の局所ヤング率計算を適用した。こ

れらにより、界面の原子間結合や構造ユニットの様子、

磁気特性や界面強度と局所構造との関係を明らかにした。

また、Si の偏析した Fe 粒界に局所エネルギー・局所応

力の解析、局所ヤング率解析を行い、Si 偏析の物理的

起源の解明、Si 偏析が界面の弾性特性に及ぼす効果の

解明等を行った。不純物偏析の起源の解明に局所エネル

ギー法が極めて有効であること、Si 添加で弾性的性質

が大きく変化する様子が明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］結晶粒界、第一原理計算、材料強度 

 

［研 究 題 目］s－ブロック金属負極のデンドライト析

出制御と表面観察 

［研究代表者］栄部 比夏里 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］栄部 比夏里、松本 一、竹内 友成、 

小池 伸二、佐野 光、妹尾 博、 

八尾 勝、山下 奈美子、草梛 育子 

（常勤職員7名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の最終目的は、s－ブロック金属表面の改質を

行うことにより、可逆性の高い溶解析出挙動を示す負極

を得ることにある。5年目となる本年度には析出形態に

大きな影響を及ぼす因子を特定し、最終年度の目標につ

なげる必要がある。また電池の基本特性評価のための正

極材料については、23年度までに見出した Mg 電池系で

作動するキノン類を中心とし、さらに安定動作を行える

材料系の探索を行い、負極に適した電解液での動作確認

を行うことを目標とした。 

 前年度までに環状4級アンモニウム－アミド系イオン

液体にカーボネート系添加剤を使用した場合の析出形態

改善効果を確認したが、さらに電析前処理として適当な

電位で添加剤を用いて定電位電解を行うと、その後添加

剤を使用しない電解液に交換しても球状の析出物が得ら

れることが判明した。析出形態は電解電位に依存したた

め、最適条件を検討中である。Li 金属極系で得たこれ

らの知見の適用可能性を調べるために Mg 析出過程の観

察が可能なその場観察セルにより代表的なグリニヤール

試薬を用いて金属 Mg の析出・溶解を確認した。またマ

グネシウム金属電池向けの有望な正極材料として注目し

ているキノン系の有機正極である2,5-ジメトキシ-1,4-

ベンゾキノン（DMBQ）について、2電子反応とした場

合の理論容量（319mAh/g）の80%程度の実効容量を昨

年度までに確認したが、充放電中の元素構成比と X 線

回折パターンの分析により Mg イオンの電極への挿入・

脱離により充放電反応が進行し、この際に挿入・脱離に

より構造が結晶質-低結晶性と周期的に変化することを

確認した。負極に適した電解液では現時点で DMBQ の

十分な特性が引き出せていないため、これまでに報告さ

れていない電解液の組成を抽出し、正負極での作動が行

えるよう最適化を進めている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム、マグネシウム、リチウム電池、

デンドライト抑制、表面状態、イオン液

体、有機正極材料 

 

［研 究 題 目］電極近傍における高分子電解質イオンチ

ャンネル構造の発光プローブを用いた解

析技術 

［研究代表者］塩山 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］塩山 洋、大長 亜紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高分子電解質膜は、疎水性主鎖マトリックス中に親水

性側鎖からなるイオンチャンネルが拡がった構造をとっ

ている。このイオンチャンネルのナノ構造は、カチオン

性の発光プローブと消光剤を導入し、発光挙動を解析す

ると求めることができる。本研究ではこの技術を発展し、

実際の固体高分子形燃料電池や全固体形蓄電池において、

電極表面のうちイオンチャンネル部分に接している割合

を評価する方法を確立する。 

 イオン性の発光プローブである Ru(bpy)32+は、高分

子電解質であるナフィオン膜においては疎水性骨格部に

侵入せず、イオンチャンネル中にのみ存在することがこ

れまでの研究から分かっている。本年度は、ナフィオン

膜を製造する段階で Ru(bpy)32+を仕込んだ場合におい

ても同様であることを確認した後、さらに表面に

Ru(bpy)32+を均一に固定化したカーボンナノチューブ

（CNT）を含むナフィオン膜を製膜した。そこへイオ

ンチャンネル側から消光剤である MV2+を作用させると、

発光の77%が消光されることが分かった。この実験事実

より、CNT が接しているナフィオン膜のイオンチャン

ネル部の割合は77%であることが明らかとなった。言い

換えると、疎水性骨格部に接している CNT に固定され

ている Ru(bpy)32+は消光されず、その割合は23%である。

今後は他の種類のカーボンについても、同様の手法によ

りイオンチャンネル部分に接している割合を評価する予

定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高分子電解質膜、発光プローブ、カーボ

ン電極 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素と水素からの炭化水素製造技

術の実用化に向けた基盤研究 

［研究代表者］藤原 正浩 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩、櫻井 宏昭、田中 秀明、 

飯塚 泰雄（常勤職員3名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 地球温暖化を抑制し低炭素社会を構築するために、現

在すでに大量に利用されている化石燃料由来の LPG、

ガソリン等のメタン（天然ガス）以外の炭化水素（C2

＋炭化水素）を、固定発生源等から回収した二酸化炭素

と再生可能エネルギーで得た水素から高収率で製造する

ことを目指す。C2＋炭化水素を選択的に合成するため

に、メタノール合成触媒とゼオライトとから成る複合触

媒を用い、メタノール経由による炭化水素合成を試みる。

この複合触媒では、二酸化炭素からのメタノール合成と

ゼオライトによるメタノールの炭化水素への変換反応を

同時逐次的に行うことで平衡を移動させ、高転化率が望

めないメタノール合成の熱力学的制約を受けずに反応を

行うことができる。また、メタノール経由で炭化水素を

合成するため、メタン生成を抑えながら、オクタン価が

高い分枝状の C2＋炭化水素を高選択的に合成すること

も可能である。 

 平成24年度においては、反応圧力1MPa 以下の条件下

でも高い活性を維持する触媒を探索した。その結果、メ

タノール合成触媒としては銅と亜鉛成分を少なくした銅

－亜鉛－アルミ（1：1：4）系触媒が、ゼオライトとし

てはプロトン型ベータゼオライトが有効であることがわ

かった。300℃の温度で反応のごく初期においてではあ

るが、この触媒は当該条件でのメタノール合成の平衡転

化率以上の C2＋炭化水素を合成することができた。し

かしながら、この高い活性はその後劣化した。この結果

により、当該複合触媒は高収率で C2＋炭化水素を合成

する潜在能力があり、この劣化を抑制することで、二酸

化炭素と水素から有用な炭化水素を製造できる触媒とな

ることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地球温暖化、低炭素社会、二酸化炭素固

定、炭化水素燃料、触媒 

 

［研 究 題 目］光反射シリカ粒子による温度応答性調光

省エネルギーガラスの研究 

［研究代表者］藤原 正浩 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 夏季における冷房、冬季における暖房に伴う電力消費

の抑制は、オフィスビルや住居等の断熱・遮熱効果を高

めることが効果的である。外気温が高い際、窓ガラス等

の光透過性を下げて外光の進入を防ぐことができる調光

ガラスは、効果的な省エネルギー技術である。しかしな

がら、従来の調光ガラスは、ガラス作成時に調光機能の

ための加工をするため、既設の窓ガラスに付設すること

は困難である。しかしながら、調光材料をシート状にし

てガラス等に貼付することで、既設の窓ガラス等にも調

光性能を付与することができる。そこで本研究では、独

自に開発した光反射シリカ粒子とポリマー等の分散剤と

の屈折率差がもたらす光透過制御を利用し、分散剤の屈

折率の温度変化等によって屈折率差を生じさせ、温度自

動応答性の調光機能を発現できる技術の基盤構築を目指

す。 

 平成24年度では、シリカナノ粒子で殻が構築されたシ

リカ中空粒子を、種々の液体ポリマーに高濃度で分散さ

せた。このシリカ粒子は乾燥体（空気中に分散）の場合、

ほとんどの光を反射して透過させない。一方、シリカの

屈折率に近い屈折率を持つ溶剤に分散させた場合、シリ

カ粒子溶剤系は透明感が向上した。また、一部の溶剤の

系では、温度変化に伴い著しい光透過性の変化が見られ

た。例えば、ポリエチレングリコールでは、室温での

600nm の可視光の透過率は約15%であるのに対し、5℃

では約72%と変化した。また、他のポリマーについても、

シリカに近い屈折率のものであれば、同様の現象を示す

ことがわかった。これらの知見より、温度応答性調光ガ

ラスの創出に向けた基本性能を見出すことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］省エネルギー、調光材料、遮熱、シリカ

中空粒子、温度応答性 

 

［研 究 題 目］自然ナノ構造材料の開発とモジュール製

造技術の構築 

［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模太陽熱発電への応用に向け、高温～低温まで広

い温度域で発電が可能な熱電システムの構築を試みた。

昨年度までに開発してきた Mn-Si-Al 合金の単相化にも

成功し、組成も Mn3Si4Al2と決定できた。Mn の一部を

Cr で置換することで、300℃において最高で ZT=0.3を
達成した。今後、さらなる組成の最適化により、

ZT=0.6を目指す。またモジュールも素子表面のメタラ

イズ技術、接合形成用材料を最適化することで、空気中

ならば400℃、真空中ならば700℃の高温熱電に対して劣

化せず長期間発電することが可能となった。高温側温度

が600℃の時、受熱面積当たり2.3kW/m2だった出力密

度も、作製条件の最適化により3.9kW/m2まで向上させ

ることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電変換、太陽熱利用 

 

［研 究 題 目］高性能室温熱電酸化物材料の探索 

［研究代表者］舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］舟橋 良次、松村 葉子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 



研 究 
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 Te のような希少且つ毒性金属を含む Bi2Te3モジュー

ルを置換する、低コスト、高安全性の新規「室温」熱電

酸化物材料を開発する。室温で高い ZT を得るためには、

低い熱伝導度が必要である。そのためにはフォノンのみ

を選択的に散乱し、電荷キャリアの散乱には寄与しない

散乱点の導入が重要である。これを実現するためにはフ

ォノン及び電子の平均自由行程レベルでの構造制御が必

要となる。層状構造を有する Bi2Sr2Co2O9熱電材料は包

晶反応系である。そのため、溶融時に固相と液相に分解

熔融し、徐冷により主相が結晶化する。この熔融条件や

冷却条件を制御することで、熔解時生じた固相の粒径、

分布状態を制御できる。これによりフォノンを選択的に

散乱する構造を形成し、高い ZT を有するバルク材料の

作製を目指す。 

 ペロブスカイト構造を有する Mn 系酸化物で結晶粒

中に副結晶粒が形成していることが分かった。この副結

晶粒間には双晶が存在することが、詳細な透過型電子顕

微鏡（TEM）観察で分かった。本研究ではこの原因と、

制御技術、さらには熱電性能への寄与を明らかにし、室

温域で 2以上の ZT を実現する。平成 24年度は

Bi2Sr2Co2O9及び CaMnO3系複合酸化物の100～1000K
の熱電特性を評価し、新たな指針を見いだした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］熱電発電、廃熱利用 

 

［研 究 題 目］シングレットフィッションの太陽電池へ

の活用（ビラジカロイド化合物の光学的

性質の測定） 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 一光子で二つの励起子を生み出すシングレットフィッ

ション過程を用いることで有機太陽電池の光電変換効率

向上の可能性を探索する。高効率のシングレットフィッ

ションの発生が期待できるビラジカルと呼ばれる特殊な

電子状態を持つ有機化合物（ビラジカロイド）に着目し、

その新規合成、理論的な物性予測、電子励起状態の実測、

そしてデバイスに向けた検討を行う。このために「ビラ

ジカロイド化合物の光学的性質の測定」を担当した。昨

年度に1700～2500nm の長波長域での測定が行えるよう

に改造を行ったオープンアパーチャーZ-スキャン法と

呼ばれる評価光学系を用いて、今年度は3種の新規合成

ビラジカロイド化合物についての二光子吸収スペクトル

を測定し、シングレットフィッション過程で重要な最低

エネルギー励起状態の対称性とその励起エネルギーを明

らかにした。測定した化合物の中で最もπ電子共役長の

短いものは最低エネルギー励起状態が g 状態では無い

のに対し、それよりもπ電子共役長の長いものは g 状

態であると考えられることが分かった。ここで g 状態

とは、通常の光吸収スペクトル測定では観測されず、二

光子吸収スペクトル測定でのみ観測される電子励起状態

（偶対称性を持つ状態）であり、これが最低エネルギー

励起状態であるとシングレットフィッション過程が起こ

り易いと考えられる。以上の結果からシングレットフィ

ッションが期待できる化合物であるためには、ある程度

のπ電子共役の広がりが必要であり、候補ビラジカロイ

ド化合物のうち2種がそのような化合物であることが分

かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光電変換、有機材料、シングレットフィ

ッション、ジラジカロイド 

 

［研 究 題 目］水素による蓄電を実現する燃料電池／水

電解可逆セル基盤技術の開発（高活性可

逆セル酸素極触媒の開発） 

［研究代表者］五百蔵 勉 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］五百蔵 勉、朝日 将史、丹上 貴子、

渡邉 久美子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽光や風力など不安定な再生可能エネルギーを大規

模に普及させかつ有効に利用するためには、何らかの蓄

電デバイスによる平準化が重要と考えられる。燃料電池

／水電解可逆セルは逆反応の関係にある燃料電池反応と

水電解反応を同一のセルで実施可能な電気化学セルであ

り、水素貯蔵と組み合わせることによって、水素をエネ

ルギー媒体としたコンパクトな蓄電デバイスを構成する

ことができる。本研究では、高分子電解質膜を用いた燃

料電池・水電解可逆セルの高性能化を目的として、酸素

極の触媒活性を向上させることを目指した。 

 可逆セルでは水電解（水素製造）時に陽極が1.5V vs 
SHE を超える高い電位に晒されるため、一般に触媒担

体として多用されるカーボンブラック等のカーボン材料

が安定性の観点から適用できない。したがって、従来の

可逆セルでは、一般的に白金黒や酸化イリジウム微粒子

などの無担持触媒が用いられるが、触媒分散性が低くな

る問題があった。そこで、可逆セル酸素極触媒の質量活

性を向上させるため、高い耐酸化性を有する導電性チタ

ン酸化物（TiOx）の触媒担体としての適用可能性につ

いて検討した。紫外パルスレーザを用いて作製した

TiOx 粒子（直径：数十～数百 nm）を触媒担体として

用いることにより、白金およびイリジウムのナノ粒子を

担持した可逆セル触媒を作製できることがわかった。こ

れらの触媒を用いた可逆セルは、従来の触媒材料を用い

たセルに比べ、特に燃料電池モードで優れた質量活性を

示すとともに、水電解モードにおいても同等の特性が得

られることがわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料電池、水電解、水素 
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［研 究 題 目］レドックスメディエーターレドックスフ

ロー電池システム 

［研究代表者］城間 純 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］城間 純、山﨑 眞一、村井 嘉子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来のレドックスフロー電池の問題点のひとつとして、

負極側電解液（アノライト）と正極側電解液（カソライ

ト）に含まれるそれぞれの活物質（酸化還元反応する成

分）が相互に拡散し、徐々に効率や容量が低下する現象

が知られている。このため、例えば鉄・クロム系レドッ

クスフロー電池では一定期間毎にアノライト・カソライ

トの再生プロセスを要する。本研究では、セルを内部的

に2つのハーフセルに分割した構造を採用することによ

り電解液の混合が原理的に生じない新型レドックスフロ

ー電池が構築できるのではないかとのアイデアに基づき、

ハーフセルを作製して種々の電解液の充放電が可能であ

ることをこれまでの実験で明らかにしてきた。 

 本年度は、新型レドックスフロー電池で放電した後の

アノライト中の活物質を再生反応槽内で燃料により還元

再生する運転を行った。また、この運転に必要な触媒の

候補として非白金の金属錯体を前年度に見いだしており、

これが実際に再生反応槽内で利用できることを検証した。

また、同様に、放電したカソライトを再生反応槽内で酸

素により酸化再生する運転も行なった。これらの結果に

より、新型セル・アノライト再生反応槽・カソライト再

生反応槽を結合することにより間接的に燃料電池と同等

に機能するシステムが構築できる可能性を示すことがで

きた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］レドックスフロー電池、燃料電池 

 

［研 究 題 目］液晶科学に基づく革新的塗布型有機太陽

電池の開発（液晶性有機半導体の分子設

計および合成と構造形成） 

［研究代表者］清水 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］清水 洋、米谷 慎、高橋 己之一、 

松田 幸真、ネケルソン ファビアン、 

真壁 孝嘉、ソーサ-ヴァルガス リデ

ィア（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、低製造コスト、低設置コストによる発電

単価の劇的な低下を目的として、特別な前後処理を一切

必要としないワンステッププロセスにより、非真空ロー

ルトゥロールで大面積が高速生産可能な変換効率20%超

の低発電コスト有機太陽電池の実現を目指す。大阪大学

と共同で研究を進める。そのために、（a）溶媒に可溶で

塗布するだけで安定して素子作製が可能であること、

（b）高効率化に適した素子構造が特殊な微細加工等を

必要とせずに実現可能であること、（c）単一材料・単一

層で広範囲な波長領域に感度を持つこと、（d）光化学的、

熱的に安定な材料であることを満たす材料の研究開発を、

新たな概念として自己組織化性の強い液晶をベースとし

た有機半導体を利用することを基軸とした研究を行う。

現在の大面積・高精細液晶ディスプレイを実現させた液

晶の卓越した性質を活用する。平成24年度は、当初

3.1%の光電変換効率を示した低分子系塗布型活性層を

持つ有機薄膜太陽電池の最安定構造を解明し、最安定組

成における最速キャリヤ移動度の極大化と光電変換効率

の向上との相関を明らかにした。また、光吸収の広波長

化を実現するために液晶の混和性を利用することが可能

であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽電池、有機エレクトロニクス、液晶 

 

［研 究 題 目］鶏卵バイオリアクター化を目指したニワ

トリ生殖巣キメラ率改善技術開発 

［研究代表者］大石 勲（健康工学研究部門） 

［研究担当者］大石 勲、吉井 京子、小島 正己 

（常勤職員2名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本課題はニワトリ遺伝子組換えにより、鶏卵をバイオ

リアクターとして活用し、抗体医薬等の有用蛋白質を安

価に生産することを目指した技術開発研究である。これ

までに卵管特異的に抗体医薬を飛躍的高効率に生産可能

な遺伝子発現系を開発し、ニワトリ始原生殖細胞を用い

て生殖巣キメラ個体を樹立した。本研究では技術移転に

向けて課題となっている生殖巣キメラ率の大幅な改善を

達成し、抗体医薬高発現系を有する組換えニワトリ後代

の樹立を目標とする。 

研究計画： 

 本研究では薬剤や電離放射線を用いて、遺伝子改変始

原生殖細胞株を移植するレシピエント胚から予め内在性

の始原生殖細胞を除去することで移植始原生殖細胞株の

精巣内キメラ率向上を図り、高効率に始原生殖細胞株由

来産子を得る新技術の確立を目指す 

研究進捗状況： 

 レシピエント初期胚にガンマ線照射を行うことにより、

内在性の始原生殖細胞の低減を誘導した。このレシピエ

ント胚に蛍光分子を高発現する遺伝子改変始原生殖細胞

株を移植するとガンマ線未照射の対照群とくらべて有意

に移植細胞が高効率に精細管内に定着することを見出し

た。さらに、移植細胞が VASA 蛋白質等生殖系列特異

的なマーカーを発現し、精細管において生殖系列と同様

の形態を示すことを明らかにしている。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］抗体医薬、ニワトリ、遺伝子組換え 
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［研 究 題 目］高感度 in situ 蛍光イメージングのため

の細胞培養プラズモニックディッシュの

作製 

［研究代表者］田和 圭子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田和 圭子、清末 和之、細川 千絵、

笹川 知里(常勤職員3名、他1名)  

［研 究 内 容］ 

 これまでに、細胞培養ディッシュの代わりに、プラズ

モニックチップ上で神経細胞を長期培養することに成功

し、蛍光顕微鏡下で明るい細胞の蛍光像を撮影すること

ができた。本研究では、①汎用的に使える細胞培養プラ

ズモニックディッシュを作製し、ディッシュで培養され

た細胞を高倍率対物レンズでも明るく高 S/N で蛍光観

察できること、②プラズモニックディッシュで免疫染色

することなく in situ に培養細胞を蛍光観察できる系を

確立することを研究課題としている。今年度は、プラズ

モニックディッシュ上で蛍光性タンパク質を発現させた

細胞の培養を行うとともに、プラズモニックディッシュ

の構造設計を行った。 

 培養細胞の細胞膜上に、SNAP-tag タンパク質を現さ

せることによって、生きたまま細胞表面の蛋白質を蛍光

標識し，可視化可能な標本系をプラズモニックディッシ

ュ上で確立できた。この系で水浸レンズを用いた正立落

射蛍光像と、倒立落射蛍光像をそれぞれ取得することが

できた。また、作製するディッシュにおける周期構造の

ピッチは、正立落射と倒立落射系を考慮し、低角の共鳴

角を示す 380、420、500nm の二次元ホール構造をとら

せることとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］細胞培養ディッシュ、神経細胞、プラズ

モニックチップ、周期構造、蛍光顕微鏡、

高感度イメージング 

 

［研 究 題 目］レーザー細胞操作による神経回路再生機

能の解析技術の開発 

［研究代表者］細川 千絵（健康工学研究部門） 

［研究担当者］細川 千絵（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 近年、再生医療が注目を集めており、脳神経系の機構

の解明とともに再生医療の神経系への応用が期待されて

いる。この神経再生医療の研究を行うためには、成熟し

た中枢神経回路網の再生過程や薬理効果の評価が必要と

なる。本課題では、我々がこれまでに開発したレーザー

細胞操作による神経再生機能の評価技術を発展させ、神

経再生を促進する新規化合物のスクリーニングシステム

への応用を図る。今年度は、フェムト秒レーザーを神経

細胞に集光し、単一神経突起を切断するためのレーザー

照射条件の最適化（レーザー光強度55mW、照射時間

16ms）を行い、周辺細胞へのダメージを低減し、ター

ゲット細胞の神経突起のみを精度良く切断できることを

示した。また、レーザー切断に伴う神経再生を評価する

指標として、複数の微小電極を有する細胞外電位計測プ

ローブ上で培養した神経回路網の一部をフェムト秒レー

ザーにより切断し、切断前後における神経回路網の自発

活動の同期パターンを相互相関解析により定量できるこ

とを明らかにした。さらに、神経再生に伴う細胞の形態

変化を解析するため、培養神経細胞上にグリア細胞を播

種したカバーガラスを静置することにより、神経細胞の

低密度条件における培養手法を確立した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］神経細胞、フェムト秒レーザー 

 

［研 究 題 目］神経細胞相互作用研究プラットフォーム

のための細胞パターニング 

［研究代表者］鈴木 正昭（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 正昭、山口 宗宏、太田 英順 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞培養皿に多数の微小な電極を配置した多点電極基

板（MEA）は細胞の電気的活動を同時に多点で観察す

ることができ、神経や心筋細胞の研究にとても有用であ

る。この MEA 上に細胞をパターン状に配列することで

細胞の電気的活動をより精密に解析することができる。

私たちは細胞接着性物質のひとつであるポリリジン

（PDL）を真空紫外光でパターン化することで神経細

胞を MEA 上にパターン化できることを明らかにした。

本研究ではこの技術をより実用化に近づけるために①適

用可能な細胞接着性物質の種類を4種類以上に増やす。

②パターン基板の信頼性の裏付けとなる評価法を確立す

る事を目標に研究している。MEA 基板は高価で多数の

実験を行うことはできないことから、本年度は MEA 最

表 面 の 主 成 分 で あ る ポ リ メ タ ク リ ル 酸 メ チ ル

（PMMA）をガラス表面にコーティングしたサンプル

を用いて2種類の細胞接着性物質（ポリエチレンイミン

（PEI）、コラーゲン（タイプ I-C）について本パター

ニング手法が適用できるかどうか調べた。その結果コラ

ーゲン（タイプ I-C）については真空紫外光によるパタ

ーン化は可能であったが、細胞培養中に PMMA コーテ

ィングが剥離した。PMMA のコーティングはディップ

法により行ったが、この方法ではガラス基板との密着が

弱く改良が必要なことがわかった。評価法については水

への濡れ性を利用してパターンの出来を判別するための

装置を試作した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］細胞パターニング、多点電極基板 

（MEA）、神経細胞 

 

［研 究 題 目］単結晶ナノキューブのボトムアップによ

る高性能小型デバイス開発 

［研究代表者］加藤 一実 
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（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 一実、安井 久一、木村 辰雄、

増田 佳丈、三村 憲一、瀧川 玲子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、誘電体セラミックスナノ粒子を低温

で結晶形態制御して単結晶ナノキューブ化する技術、誘

電体単結晶ナノキューブを様々な基板上において配置・

配列・接合・界面制御する技術を確立し、単結晶ナノキ

ューブが大面積に密に詰まり結合することによって形成

される極薄の誘電体単結晶超薄膜や、多種類の誘電体ナ

ノキューブが任意に配列した超格子構造の薄膜を形成す

る技術を開発することにより、スーパーキャパシタを実

現することにある。また、開発技術はセラミックス部材

の製造に関する分野横断的な基礎・基盤技術の確立に繋

がり、蓄電デバイスなどのエネルギー関連未来型デバイ

スの開発を加速することが可能になる。 

 本年度は、誘電体単結晶ナノキューブの合成方法およ

び配列制御方法の高度化により、数10µm 四方にわたっ

てナノキューブが精緻かつ緻密に配列した精密マイクロ

構造を再現性よく形成するための条件を明らかにした。

前年度までに得られた知見を基に、溶媒の蒸発速度を抑

え、基板を低速で引き上げる操作を加えることにより、

多様な基板上でナノキューブの配列秩序を維持したまま

精緻な集積体を形成した。また、分散液の固体濃度を調

整することにより、集積体の厚みを調節することができ

ることも明らかにした。これらの結果は、単結晶ナノキ

ューブを構成単位とした新たなナノ構造セラミックスの

部材化のための先行的な基礎的知見であり、関連基盤技

術の強化に資する。また、外部共同研究者との連携によ

り、単結晶ナノキューブの LB 法への適用性、合成メカ

ニズムの解明、誘電体以外のエネルギー関連材料への適

用性、他材料との複合化に関する検討を継続し、初期的

な知見を蓄積した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  
［キーワード］単結晶ナノキューブ、ナノクリスタル、

ボトムアップ製造技術、誘電体、チタ

ン酸バリウム、チタン酸ストロンチウ

ム、誘電デバイス、スーパーキャパシ

タ、蓄電デバイス 
 

［研 究 題 目］液状発酵食品中の不要タンパク質の高効

率除去材の開発 

［研究代表者］加藤 且也 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、永田 夫久江、田村 千春 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 みりん等の液状発酵食品の食味や視覚を劣化させる滓

の原因となる不要タンパク質を安全かつ確実に吸着する

ために、ペプチドを複合化したリン酸カルシウムを創成

し、不要タンパク質を多量かつ選択的に吸着する新規な

複合材料の開発を行う。本年度は、【開発内容３）液体

食品中に含まれる微量タンパク質の選択的吸着を実現す

る】を検証するために、同量のリゾチームとアルブミン

の混合液中に、今回合成した複合体を添加してその吸着

特性を調べた。12時間室温で撹拌混合させ、遠心分離に

よって複合体を分離した。上澄みに残存するタンパク質

を SDS-PAGE（ゲル電気泳動法）によって分析した。

また複合体に吸着したタンパク質の種類を確認するため

に、タンパク質吸着後の複合体を高塩濃度の緩衝液に混

合し、吸着したタンパク質を脱離させた。その脱離タン

パク質を上述と同様に SDS-PAGE により分析を行った。

コントロールとして、80kDa（アルブミン）と17kDa
（リゾチーム）が同量程度混合した溶液を作製し、上記

サンプルと同時に分析した。その結果、ペプチドを複合

化していない HAp は、両タンパク質が吸着した後、上

澄みに残存した両タンパク質がバンドとして観察された。

しかし、pLys-HAp は、吸着後にリゾチームのみが太い

バンドとして現れ、アルブミンのバンドは視覚的には消

滅していた。この結果は、アルブミンとリゾチームの混

合溶液から、pLys-HAp が、選択的にアルブミンのみを

吸着除去したことが分かる。また、アルブミン吸着後の

pLys-HAp を、高塩濃度の緩衝液に懸濁し一晩撹拌する

ことで吸着リゾチームを脱離させた。その上澄みの

SDS-PAGE の結果から、pLys-HAp からは、アルブミ

ンのみが溶出していることが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］タンパク質、ペプチド、リン酸カルシウ

ム、吸着、発酵食品 

 

［研 究 題 目］廃熱発電を志向した導電性ナノキューブ

SrTiO3の合成とその熱電特性評価 

［研究代表者］杵鞭 義明 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］杵鞭 義明、安岡 正喜、加藤 一実 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 熱電材料は熱を直接電気エネルギーに変換できる半導

体素子であり、各種廃熱からのエネルギー回収用途とし

て期待されている。酸化物で構成される熱電素子は、空

気中で高温まで安定な材料として知られ、廃熱エネルギ

ーの回収用途に適した材料である。また、多くの酸化物

は資源量の豊富な元素で構成されるという特徴も有して

いる。そのため、産業応用が期待されているが、その変

換効率は市販材料（BiTe 合金素子）の1/3程度に留まっ

ている。これは酸化物の高い熱伝導率に起因しており、

その解決方法として、ナノ構造化による熱伝導率の低減

が有効であると考えられている。 

 SrTiO3を適切な条件のもとで合成を行うと、結晶構
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造（立方晶）を反映して10-20nm の立方体形状のナノ

粒子（ナノキューブ）が形成される。本研究では、一連

のランタノイド元素を Sr サイトに置換することで、ナ

ノキューブが n 型の半導体となることを確認した。ま

た本合成方法によれば、固相反応に比較しランタノイド

元素の固溶限が拡大することも判明した。超高圧を利用

した低温焼結により熱電素子を作製したところ、素子は

ナノキューブのサイズが維持されたナノセラミックスで

あることがわかった。このナノサイズの結晶により、大

幅な熱伝導率の低下（<1W/mK@RT）が確認された。

また、熱起電力は組成から予想される値よりも数倍以上

高いことがわかった。しかしながら、その導電率は従来

法による結晶の値よりも大幅に低く、原因の究明が必要

となっている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱電発電、酸化物、ナノ構造 

 

［研 究 題 目］易加工性アルミナ型の実用可能性の検証 

［研究代表者］近藤 直樹 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ファインセラミックスや陶磁器の成形方法の1つに鋳

込み成形法がある。鋳込み成形では、一般的に石膏型が

用いられるが、石膏型には、水に溶ける、熱に弱い、柔

らかい、などの問題点があった。その代替としてこれま

でに提案されてきたセラミックス型には、汚染防止・強

制乾燥・耐久性向上には効果があるが、加工性に乏しい

ため、型への形状化が難しいという問題があった。 

 本研究では、石膏型の代替となるセラミックス鋳込み

型を開発することを目的とした。従来のセラミックス型

の欠点を改良すべく、板状のアルミナ粒子を用いて型を

作製し、粒子同士の接触点を減らすことで、良好な加工

性と高い気孔率を実現することを試みた。 

 原料として、比較的低コストで入手できる敷き粉グレ

ードの板状アルミナを用いた。このアルミナは強く凝集

しているため、ボールミルによる解砕をおこなった後、

型素材の作製に用いた。解砕後の粉末状態と、作製した

型素材の特性との関連について調査をおこなった。型素

材の成形は、振動流し込みによる湿式方式で行った。こ

の方法では、原料粉末に水を加え、容器等に流し込んだ

後、脱水、乾燥させて固める、という手法をとる。この

手法は、成形コストが安くなる反面、乾燥クラックや気

泡が入りやすい、密度ムラが生じやすい、という欠点を

有している。型素材を、欠陥なく安定して成形する条件

を検討した。成形後の型素材の焼成をおこない、解砕条

件や成形条件と合わせて、気孔率、強度、加工性等の型

素材特性の最適化を図った。結果、例えば、気孔率44%、

平均気孔径1.7µm、強度9MPa、乾式加工可能な型素材

を得ることができた。 

 得られた型素材について、実際にスラリーの鋳込み成

型を行い、型としての特性評価をおこなった結果、石膏

型に近い吸水特性を示すことが確認できた。また、作製

した型に対し、ユーザー企業により実用を想定した鋳込

み成形試験の評価を受けることにより、型としての性能

を検証し、実用可能性があることを示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］セラミックス、鋳込み成形、石膏、型 

 
［研 究 題 目］被災地初期医療用使い捨てハサミの開発 

［研究代表者］寺岡 啓（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］寺岡 啓、古川 慈之 

（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 被災地の初期医療対応を速やかにできる医療用ハサミ

の提供であって、つまり、従来ハサミのように清掃、滅

菌、メンテに使用効率を制限されない、また、プラ・セ

ラ製ゆえに射出成形による大量生産が可能、かつ、軽量

ゆえに輸送効率も良い医療用ハサミの開発を目的とする。 

 本年度は、計画に従い、ハサミのリバースエンジニア

リング的作製（ハサミ原型作製、ハサミ形状スキャン、

スキャンデータに基づいた複合材料ハサミ切削加工）、

及びハサミ刃先押圧測定機の作製を行った。ハサミ刃先

押圧とは、ハサミの両刃が押し合っている力であって、

刃先閉状態から開状態にしたときに片方の刃先にあてた

ロードセルにかかる力として定量化した。本年度試した

材料はガラスエポキシであるが、該ハサミで紙を切るこ

とはできたものの、改善の余地が有ると判断した。次年

度は、刃先押圧を増加させるためのスキャンデータ改修、

及び材質変更を行う。作製したハサミは刃先押圧により

評価する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］複合材料、プラスチック、セラミックス、

被災地初期医療 

 

［研 究 題 目］高周波化に対応した低誘電損失コンポジ

ット基板材料の開発 

［研究代表者］今井 祐介 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］今井 祐介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 情報処理・通信分野において近年利用が進められてい

るセンチメートル波～ミリ波領域の高周波帯で、高機能

誘電体デバイス用材料として用いるための有機ポリマー

／無機誘電体フィラーコンポジット基板材料を開発する。

フィラーとして高品質 MgO を中心に検討し、低誘電損

失有機ポリマーと複合化させたコンポジット材料とする。

高周波用途に求められる低比誘電率・低誘電損失に加え、

誘電特性の温度依存性、さらに、各種力学・熱特性に優

れたコンポジット材料とすることを目指す。 
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 iPP と MgO を窒素雰囲気下200℃で混練することに

より、MgO 濃度10～40vol%のコンポジットを調製した。

射出成形法により50mm×50mm×t1mm の基板を作製

し、誘電特性および熱伝導率測定に用いた。誘電特性は、

空洞共振法（JIS R1641）により、12GHz の空洞共振器

を用いて測定した。熱伝導率は熱流計法を用いて測定し

た。 

 誘電率は MgO の添加量と共に増加し、測定値は

Bruggeman の有効平均場モデルに基づく推定値と良い

一致を示した。また、tanδ の値は全組成領域において

10-4オーダーを保っており、低誘電損失なコンポジット

材料であることが確認できた。比誘電率の温度変化率は

MgO の添加により減少することがわかった。 

 熱伝導率も MgO の添加量と共に増大しており、

MgO の高熱伝導性を生かしたコンポジットとなってい

ることが確認された。熱伝導率は Maxwell タイプの有

効平均場モデルで良好に推定できることがわかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］高周波、誘電体、酸化マグネシウム 

 

［研 究 題 目］酵素の耐熱性向上を実現するメソポーラ

スジルコニア担体の開発 

［研究代表者］加藤 且也 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、中村 仁美、増田 雄一 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 熱帯・亜熱帯などの高温地域へ日本から酵素製剤を輸

出するというニーズが増大しており、酵素の熱安定性を

高める固定化担体の高機能化が、強く要望されている。

国内消費においても、シェルフライフの増大を目的とし

て熱安定性への期待が大きい。本研究では、酵素のサイ

ズに最適化されたメソポーラス（MP）ジルコニア上に

熱に対して不安定な酵素であるホルムアルデヒド脱水素

酵素を固定化し、その触媒特性と安定性向上の効果につ

いて明らかとする。本年度の結果として、孔径サイズが

約4～20nm に制御されたメソポーラスジルコニア

（MPZ）を作製することができた。これまで利用した

メソポーラスシリカ（MPS）と今回作製した MPZ を比

較した場合、酵素（FDH: ホルムアルデヒド脱水素酵

素）吸着量はそれぞれ0.3mg/mg MPS、0.05mg/mg 
MPZ であり、吸着量は MPS に比較して低い数値を示

した。しかし、相対酵素活性は、それぞれ29.2%及び

51.3%であることから、活性効率の上昇が確認された。

これは MPZ が高い生体親和性を有していることや

MPZ が有する粒子間細孔構造により、粒子間を容易に

基質が通過することで、基質親和性が向上したためであ

る。次に、Km・Kcat の測定により、MPZ に固定化さ

れた FDH は、高い基質親和性を示した。さらに MPS
及び MPZ に固定化された FDH の熱安定性について評

価を行った。40℃下で50分間の熱処理後、相対酵素活性

を測定した結果、それぞれ33.3%、71.2%であることか

ら、MPZ 固定化酵素は、耐熱性が向上したことが確認

された。今後、さらに MPZ の酵素固定化能力について

詳細に検討を加える予定である 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ジルコニア、酵素、メソ多孔体、活性、

安定性 

 

［研 究 題 目］虐待などの意図的傷害予防のための情報

収集技術及び活用技術 

［研究代表者］山中 龍宏（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］山中 龍宏、西田 佳史、本村 陽一、

北村 光司、大野 美喜子、 

高野 太刀雄（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題の目的は、「犯罪」を子どもの健康被害と位置

づけ、個人の個別的な問題ではなく、科学技術および社

会システムの問題としてとらえ、子どもが受ける意図的

な傷害行為（intentional injury）を予防するための科

学的なアプローチを実施することにある。具体的には、

従来、子どもと接する各種の専門家に、客観的に判断し

介入可能にするための、現場で利用できるデータや技術

を提供し、現場での負担の軽減に寄与する。そのために、

医療機関を中心に情報を収集・解析し、現場で使用でき

る形に加工し、また、社会実装のツールを開発し、その

検証を行う。本プロジェクトでは、以下を具体的な目標

とした。 

１．救急医療や法医学教室などの医療機関を中心に重

軽傷のみならず死亡事例の傷害情報を収集する体制

を構築し、虐待の早期発見と再発防止に不可欠な傷

害データベースを整備する。 

２．傷害のデータベースに基づく科学的診断技術とし

て、物理学的虐待診断技術と統計学的虐待診断技術

を開発する。児童虐待なかでも最も相談件数の多い

身体的虐待に取り組む。 

３．実際に、開発した技術を地域社会で運用・検証す

ることによって、虐待の早期発見と適切な対応を可

能とする地域社会システムの現状課題を明らかにし、

地域社会システムのあるべき姿を、利用可能なパッ

ケージ技術とともに示す。 

 傷害データベースを整備に関しては、H24年度までに、

傷害データ（18,237件）、受傷機転が明確な頭部外傷デ

ータ（81件）、歯科外傷データ（324件）、死亡事例の

CT データ（200例、うち小児11例）、眼底のデータ（32

件）、警察からの鑑別依頼データ（13件）、 虐待が疑わ

れる症例（583件）が蓄積された。 

 成長過程にある子どもの場合、生体組織の特性値が大

きく変化している時期であり、虐待診断において、個人



研 究 

(590) 

の生体特性データを用いた物理シミュレーション技術が

求められる。解明が進んでいる子どもの頭蓋骨の特性値

の場合であっても、胎児と1歳、6歳での少数のデータが

報告されているだけであり、2～5歳のデータは世界的に

欠損している．また、日本人子どもの場合、全年齢で欠

損しているという問題がある。さらに、大人の場合であ

っても、個人差の影響を考慮することはできておらず重

要な課題である。このような観点から、本プロジェクト

では生体特性検査を行うシステムを開発した。材料定数

推定までの手順は、試験片の採取⇒三次元計測⇒限界強

度検査⇒材料定数の算出という流れである。限界強度検

査に関しては、上述した硬組織検査システムを用いて行

う。また、材料定数の正確な算出のためには計測対象の

形状の情報が必要となる。計測の対象となるヒトの生体

組織は複雑な形状であり、正確な形状データを取得する

ためレーザースキャナによる試験片の3次元計測を行う。

さらに材料定数の精度の向上のため詳細な形状データ、

負荷変位データ、有限要素法を用いたシミュレーション

を用いることにより材料定数の算出を行うという方法で

ある。この新たな開発した検査法を用いて、これまで11

例の力学特性データを蓄積し、世界的に全く存在してい

ない年齢の子どもの頭蓋骨片の力学状態のデータや3次

元形状のデータを取得した。 

 警察・検察の立件支援・鑑定支援のための物理的診断

ソフトウェアに関しては、過去警察から提供されたデー

タと、大阪医療センターから成傷機転が明らかなものの

画像をもとに乳児ダミーを用いて虐待により発生する頭

部外傷と転倒事故において発生する頭部外傷を判別でき

るようになった。また、疑虐待の頭部外傷例5例に対し

て、本研究で開発した技術を適用し、力学的鑑定を実施

した。これらの実症例分析を通じて、本研究で開発中の

傷害再現技術は疑虐待例に対する客観的かつ科学的な判

定をサポートするものであることを確認した。 

 物理的診断支援技術（バイオメカニカルシミュレーシ

ョン）による鑑定支援に関しては、H24年度までに、警

察・検察から、鑑定依頼・分析依頼のあった13件の事件

に関して協力を行った。また、統計的診断支援ソフトウ

ェアの社会実装に関しては、PRECEED-PROCEED モ

デルに基づいて、児童相談所や医療機関や学校関係の利

用者が導入を促進するために、1）なぜ通報をする必要

があるのか（準備因子への働きかけ）、2）どのようにソ

フトウェアが入手・利用可能になるのか（促進因子への

働きかけ）、3）どんな成功事例があるのか（強化因子へ

の働きかけ）を助けるための啓発用プログラムの作成を

行った。また、実際にセミナーを実施し、社会実装拡大

の活動を行った。これまでに虐待分野で開発されていた

「聞こえますか？」と、本プロジェクトによって開発し

た啓発プログラム、また、実際に現場で用いることがで

きる統計的診断支援ソフトウェアを組み合わせ、導入か

ら運用までをサポートするパッケージを開発した。実際

にこのパッケージを用いて、地域の医療機関の外来や救

命センター向けの講習会（参加者：50人程度）を実施し

た。2012年10月11日は、横浜市瀬戸区医師会主催の虐待

防止セミナーにおいて、啓発プログラムの一部を、共同

研究者の溝口を講師として実施し、その際に、統計的虐

待診断ソフトウェア（CDROM）を配布した。（講演会

名「子どもの虐待・医学診断について～医療機関で子ど

もの虐待を見逃さないために～」、聖マリアンナ医科大

学横浜市西部病院、2012年10月11日） 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、傷害データベース、

統計数理、データマイング、虐待対策、

傷害予防、傷害サーベイランス技術、イ

ンパクトバイオメカニクス（生体衝突工

学） 

 

［研 究 題 目］分散 Structure-from-Motion 法による自

由視点画像生成 Web サービスの検証 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

未校正の画像集合から実物体の3次元空間情報を復元

する技術の実用化を目指して、株式会社モルフォの助力

を得て実用化検証研究を実施した。Structure from 
Motion（SFM）法による3次元復元と、光線空間レンダ

リング法による自由視点画像合成の基盤技術を開発し、

3次元コンテンツの作成から閲覧に至る処理の自動化を

目指している。開発した技術を Web サービスとして実

現し、異なる情報端末で高画質の3次元画像処理を実行

することが最終的な目的である。 

平成24年度は、実用化に向けて大規模計算を実施する

ための基盤技術として、数値計算ライブラリの開発を実

施した。クラウド計算機環境で3次元復元を行うことを

想定し、分散メモリ型クラスタコンピュータで SFM法の

計算を実行するための数値計算アルゴリズムの開発と、

その並列計算実装に取り組んだ。 

計算アルゴリズムの工夫として、確率伝搬法を用いて

行列計算を離散的に行う手法を検討した。疎行列分解を

利用する従来法では逐次計算が必要であったが、確率伝

搬法によって全画像を同時に利用して大域的最適解を求

めることができるようになった。  

平成25年度も引き続き本研究を実施予定であり、開発

したシステムの Web サービスとしての実装と、自由視

点画像合成のライブラリの開発を計画している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］Structure from Motion、光線空間レン

ダリング 
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［研 究 題 目］実時間並列ディペンダブル OS とその分

散ネットワークの研究 

［研究代表者］加賀美 聡（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］加賀美 聡、松井 俊浩、西脇 光一、

Simon Thompson、石綿 陽一、 

梶田 秀司、金広 文男、安藤 慶昭、

尹 祐根、佐々木 洋子 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ロボットなど多様な環境で運用される組み込みシステ

ムにとって、想定外の使われ方をした場合や、さまざま

機能を組み合わせたサービスを行った場合などに発生す

る仕様外のエラーは避けられない。また使っているうち

に仕様が変わってきたり、ハードウエアやソフトウエア

のバージョンが改変されることによりエラーが発生する

場合がある。そこでこのようなエラー時にもクリティカ

ルな事故を起こさないで、システムのダウンを最小限に

し、発生した事故の原因を後から明らかにすると共に、

効率的に PDCA のサイクルをまわすという、ディペン

ダビリティ向上の仕組みが重要となってくる。 

 本研究では、a) ～ c) の3つのディペンダブル機能を

提供する OS を実現することを目的とする。a) カーネ

ルおよびアプリケーションの異常をリアルタイムで検出

し、分散ネットワークによりその異常をリアルタイムに

伝達する機能、b) システムを安全に停止させる非常機

能を保護する機能、c）カーネル、アプリケーション、

デバイスドライバの何が悪かったかがロギングにより事

後に解析可能な機能。 

 この目的を実現するために Linux に、1) 実時間、2) 

AMP 機能を実現し、3) カーネルとユーザー空間アプ

リケーションの監視、非常機能の保護、およびロギング、

に関わるコードを AMP 機能を利用して独立に実時間で

実行する機能を開発した。 

 開発した ART-Linux はユーザー空間から実時間タス

クを実行するシステムコールを提供する OS であり、複

数のコアを非実時間 SMP-Linux と実時間 ART-Linux
の組み合わせにより用いることで、ディペンダブルなシ

ステムが構成可能な設計となっている。H24年度は、こ

れまで開発してきた上記の OS を記者発表し、

Sourceforge より公開した。 

 開発した OS をヒューマノイドロボット HRP2, 
HRP3, HRP4や移動ロボット Pen2, Segway RMP な

どで利用し、実証実験を行った。また開発した OS を搭

載した組み込み用ボードが GRX から販売されている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、ディペンダビリティ、実時間

OS、ヒューマノイド、サービスロボッ

ト 

 

［研 究 題 目］火山災害軽減のための次世代高精度火山

重力流シミュレーションシステムの研究 

［研究代表者］宝田 晋治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］宝田 晋治、Laurence Girolami 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

火山災害は、火砕流や岩屑なだれ等火山で発生する重

力流による被害が大部分を占めており、そのメカニズム

の解明が重要となる。本研究では、高精度火山重力流シ

ミュレーションシステム構築の為の基礎データとして、

高速度カメラによる室内実験と雲仙火山1991-95年火砕

流及び火砕サージ堆積物の調査を実施した。 

 室内実験では、ニューヨーク州立大学バッファロー校

と共同で、長さ4m の巨大実験装置を製作し、火山重力

流の内部の挙動解析を実施した。密度の異なる粒子群、

サイズの異なる粒子群を使い、実験装置で発生させた粒

子流の挙動をくり返し高速度カメラで撮影し、画像解析

を行った。その結果、堆積物内部の水平方向と垂直方向

の分離過程など、重力流内部の粒子の挙動が明らかとな

った。 

 雲仙火山の野外調査では、1991年6月3日、8日と9月15

日の比較的大きい火砕流イベントについて、火砕流堆積

物とそれに伴う火砕サージ堆積物の詳細な分布、層厚変

化、堆積構造、内部分級構造の調査を実施した。その結

果、火砕流から火砕サージが分離する過程や、これらの

流走メカニズム等が明らかとなった。これらの研究成果

は、今後 G-EVER で構築中の次世代型火山災害予測シ

ステムで活用する予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山災害、火砕流、重力流、室内実験、

流走メカニズム 

 
［研 究 題 目］グリーン・ナノエレクトロニクスのコア

技術開発 

［研究代表者］横山 直樹 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］横山 直樹、金山 敏彦、新谷 俊通、

手塚 勉、入沢 寿史、小田 穣、 

臼田 宏治、小池 正浩、上牟田 雄一、

小野 瑞城、鎌田 善己、守山 佳彦、

池田 圭司、古瀬 喜代恵、 

Jevasuwan Wipakorn、三枝 栄子、 

太田 裕之、田邊 顕人、右田 真司、

森田 行則、水林 亘、宮田 典幸、 

森 貴洋、多田 哲也、前田 辰郎、 

福田 浩一、昌原 明植、遠藤 和彦、

松川 貴、柳永 勛、大内 真一、 

畠 賢治、二葉 ドン、桜井 俊介、 

小橋 和文、Li Shisheng、 

佐藤 信太郎、原田 直樹、近藤 大雄、
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佐藤 元伸、伊藤 正勝、林 賢二郎、

山口 淳一、山田 綾香、中払 周、 

中野 美尚、二瓶 瑞久、川端 章夫、

富永 淳二、Paul Fons、 
Alexander Kolobov、 
Jan Hinnerk Richter、小高 貴浩、 

添谷 進（常勤職員54名） 

［研 究 内 容］ 

 LSI およびエレクトロニクス機器の消費電力を1/10－

1/100とするためのコア技術を開発するため、下記三つ

のサブテーマの研究開発を実施した。 

 ① 低電圧動作 CMOS：Ge ナノワイヤ pMOSFET
の特性改善を進めた結果、ゲート長45nm でオン電流

800µAµm が得られ、電流値に関する最終目標値を達成

した。世界で初めて、 Ge-pMOSFET と InGaAs-
nMOSFET を積層した CMOS インバーターを試作し、

電源電圧1V から0.2V の範囲で正常な伝達特性を確認し

た。0.2V 未満動作 CMOS を狙った Si 系新構造 TFET
を開発し、従来構造比で10倍以上のオン電流増大の実証

に成功するとともに、TFET の SPICE 用コンパクトモ

デルを開発し、精密な TFET の LSI 回路アプリケーシ

ョンの探索を可能とした。 

 ② ナノカーボン材料の開発と応用：グラフェン配線

層に異種分子をドーピングする技術を開発し、抵抗値と

して銅に匹敵する4.8µΩcm が得られ、ほぼ最終目標値

を達成した。トランジスタ用グラフェン高品質化を進め

た結果、6,000cm2/Vs の移動度が得られ年度の目標を達

成した。高品質で長尺の CNT を成長する技術を開発し、

TIM 材料として熱伝導改善効果があることを実証し企

業事業部との連携を深めた。 

 ③ バックエンドデバイス： SnxTe100-x/Sb2Te3超格子

相変化材料の x 値の低減によって従来材料の1/1500の

消費電力を実現、最終目標値を一年前倒しで達成した。

GeTe/Sb2Te3系超格子相変化薄膜のバンド構造を第一原

理計算で調べた結果、Γ点にシングルのディラックコー

ンを持つ非自明なトポロジカル絶縁体であることがわか

るとともに、電場によるわずかな Ge 原子の移動でディ

ラックコーンが壊れ、巨大磁気抵抗効果を発現させる原

因になることが明らかとなった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］CMOS、ナノカーボン、バックエンド 
デバイス、TFET、CNT（カーボンナノ

チューブ）、グラフェン、相変化、トポ

ロジカル絶縁体、巨大磁気抵抗 

 
［研 究 題 目］低炭素社会創成に向けた炭化珪素

（SiC）革新パワーエレクトロニクスの

研究開発 

［研究代表者］奥村 元（先進パワーエレクトロニクス

研究センター） 

［研究担当者］奥村 元、福田 憲司、米澤 喜幸、 

児島 一聡、田中 保宣、松畑 洋文、

石田 夕起、高塚 章夫、八尾 勉、 

田中 保宣、中川 博 

（常勤職員12名、他47名） 
［研 究 内 容］ 
 SiC（シリコンカーバイド）は Si（シリコン）に比べ

て、小型・低損失で、冷却が簡略化できるなど、パワー

デバイスとして著しく優れた性質を有しているので、低

炭素社会創生に向けた革新的なキーデバイスとしてその

将来が大いに期待されている。特に、太陽光発電、風力

発電、コジェネレーション等の分散電源が接続されたエ

ネルギーネットワーク（スマートグリッド）において、

電力の安定供給を行うために用いる電力変換器には、耐

圧13kV 以上ので電子デバイスが必要であるが、Si を用

いたデバイスでは、耐圧13kV 以上は実現していない。

スマートグリッドの構築のためには、超高耐圧デバイス

の早急な開発が不可欠である。SiC は、Si よりも絶縁

破壊電界が約1桁高いので超高耐圧のデバイスに適して

おり注目されている。SiC-MOSFET に代表されるユニ

ポーラデバイスの研究は、各国で進んでいるが SiC を

使ったといえども素子耐電圧が5～6kV 位までが低損失

実現のための限界であり、それ以上の素子耐電圧の領域

では、SiC バイポーラデバイスの実現が強く望まれてい

る。 

 本テーマでは、スマートグリッドに代表される社会イ

ンフラ系を通じて低炭素社会の実現に寄与する13kV の

PiN ダイオードと IGBT の開発を行う。H24年度は、

8mm□チップで PiN ダイオードの試作を行い、13kV
の耐圧と順方向の電流が50A まで流れることを確認した。

また、動特性試験装置で逆回復特性の観測に成功した。

また、P チャネル IGBT の2A 級素子の試作と n チャネ

ル IGBT のセル構造、耐圧構造、プロセスの開発を行

った。高品質エピウェハの活用と独自のデバイス構造を

適用することで、3A までの通電動作と14.6kV の高耐

圧を得ることに成功し、今年度の目標を達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］SiC、Si、デバイス、スマートグリッド 
 

[研 究 題 目］フォトニクス・エレクトロニクス融合シ

ステム基盤技術開発 

［研究代表者］森 雅彦、堀川 剛 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］森 雅彦、堀川 剛、青柳 昌宏、 

榊原 陽一、岡野 誠、古屋 克己、 

亀井 利浩、吉田 知也、小森 和弘、 

鈴木 基史、武井 亮平、Bui Tung、 

高橋 正志、平山 直紀、埜口 良二、 

眞子 祥子、鈴木 政雄、面田 恵美子、

小川 真一、飯島 智彦、塚原 雅宏、 
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中野 栄司、佐野 作、越野 圭二、 

大塚 実、関 三好、杉山 曜宣、 

石塚 栄一、横山 信幸、山岸 雅司、 

斎藤 茂（常勤職員10名、他21名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 
 将来の情報通信機器の高性能化、小型化、省電力化、

低コスト化に資することを目指し、CMOS プロセス技

術を基にしたシリコンフォトニクス光集積回路プロセス

基盤技術を構築するとともに、電子回路等の他のデバイ

ス上に3次元光回路作成が可能な、水素化アモルファス

シリコン（a-Si:H）光回路の基盤技術を開発する。 

研究計画： 

 技術研究組合光電子融合基盤技術研究所と連携し、つ

くば西事業所スーパークリーンルーム産官学連携棟

（SCR 棟）の CMOS 技術を用い、単一シリコン基板上

に、マルチチャンネルアレイレーザーダイオード、シリ

コン光変調器、ゲルマニウム受光器、シリコン細線光導

波路を集積した、光電子融合システムを作製し、マルチ

チャンネルのインターコネクト動作を実現する。また、

積層型アモルファスシリコン3次元光回路において、平

成23年度に開発した異なる層の光導波路間で信号光が移

行するデバイス構造を利用して、光導波路が立体交差す

る構造を試作する。作製プロセスフローの高度化を進め、

層間距離600nm 以上の構造の試作を行うことにより、

低クロストークの光導波路交差を実現する。 

研究進捗状況： 

 単一シリコン基板上に、マルチチャンネルアレイレー

ザーダイオード、シリコン光変調器、ゲルマニウム受光

器、シリコン細線光導波路を集積した、光電子融合シス

テムを作製し、6.6Tbps/cm2の信号伝送密度を実証した。

また、光源実装技術として100チャンネル以上の光源ア

レイを実現した。さらに、3次元光回路においては、積

層型アモルファスシリコン光回路の中で異なる層の光導

波路間で信号光が移行するデバイスを試作し、光の層間

移行を確認した。また、層間距離600nm 以上の構造の

光導波路立体交差を作成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコンフォトニクス、アモルファスシ

リコン、光源実装、細線導波路、低損失

化、光変調器、受光器、光回路、大規模

集積、立体交差光導波路、3次元光配線 

 

［研 究 題 目］強相関量子科学・モットロニクス基礎 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、澤 彰仁、堀内 佐智雄、

伊藤 利充、堤 潤也、山田 寿一、 

峯廻 洋美、福地 厚、渋谷 圭介、 

井川 光弘（常勤職員7名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、モット絶縁体が示す巨大かつ高速の応答

性を各種の電子デバイスに結実させることを目標に、モ

ット絶縁体の物性制御法の確立と、強相関太陽電池／強

相関抵抗変化メモリ／強相関トランジスタ等のプロトタ

イプデバイスの実証研究を行う。本年度実施した研究開

発を以下列挙する。強相関太陽電池開発においては、有

機強相関電子系のプロトタイプとなるドナー・アクセプ

ター（DA）型ポリマーについて、電荷移動（CT）励起

と中性主鎖（MC）励起の二種類の光励起に伴う電荷分

離効率の相違とその起源を明らかにすることに成功した。

強相関トランジスタ開発においては、ペロブスカイト型

コバルト酸化物（SmCoO3）をチャネルとし、電気二重

層をゲートとするモット電界効果トランジスタにおいて、

室温で高いオン／オフ比を示すデバイスの開発に成功し

た。デバイス作製技術の開発においては、有機物系の強

相関薄膜デバイスの高性能化と低コスト化のため、有機

ポリマー半導体を溶かした微量の溶液を3層構造シリコ

ーンゴムスタンプで圧着し、溶液を基板表面全体に均一

に濡れ広げることによって製膜する新技術「プッシュコ

ート製膜法」を開発に成功した。さらに印刷法により電

子回路配線や半導体薄膜を製造するための基本技術とし

て、親水／撥水パターン上に着滴後の液滴の平衡形状を

高速・高精度に予測するための新しい計算アルゴリズム

を考案し、これにもとづくシミュレーションソフトウエ

アを開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］モットロニクス、強相関電子系、モット

絶縁体、強相関太陽電池、抵抗変化メ

モリ、強相関トランジスタ、強相関酸

化物、ポリマー半導体 
 

［研 究 題 目］単一構造 SWCNT を用いた光子および

電子の超高速スイッチング 

［研究代表者］片浦 弘道（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］片浦 弘道、田中 丈士、藤井 俊治郎、 

平野 篤（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 単層カーボンナノチューブ（Single-Wall Carbon 
Nanotube : SWCNT）は、グラフェンと同様に超高速

デバイスへの応用が期待されている。一方、光吸収には

非線形光学効果の一種である「可飽和吸収」が観測され、

これを応用した超高速光スイッチング素子への応用が期

待されている。本共同研究では、日本の SWCNT 構造

分離技術とロシアの無欠陥 SWCNT 分散技術を組み合

わせる事により、日本側は高速スイッチング電子デバイ

スを、ロシア側は高速光スイッチング素子応用に向けた

基盤技術開発を目的とする。 

 本年度は、まず日本側から2名の若手研究員をロシア

科学アカデミーに派遣し、情報交換を行った。その後、
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ロシア側から研究代表者と2名の若手研究員を産総研に1

週間招聘し、さらに密な情報交換・研究交流を行った。

以上の研究交流を通して得られた情報をベースに、日本

独自のアイデアを加えて、新しい低欠陥分散技術の開発

を行った。この新たな分散技術と高度分離技術を組み合

わせる事により、低欠陥の高純度半導体 SWCNT を得

る事に成功した。現在、この低欠陥半導体 SWCNT を

用いて、高性能 SWCNT デバイスの開発を進めている。

この分散技術は、欠陥導入が少ないだけでなく、

SWCNT を切断せずに効率良く分散できるため、我々

の関係している複数のプロジェクトの基盤技術として導

入し、それぞれ良好な結果を得た。これらの成果は、英

国やオーストリア、フィンランドで開催された国際会議

で、招待講演やポスター発表で報告し、特に、フィンラ

ンドの会議ではポスター賞を受賞した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］カーボンナノチューブ、分離精製、トラ

ンジスタ、レーザー 

 

［研 究 題 目］量子情報処理プロジェクト「光格子時計

の絶対周波数測定及び国際原子時計への

貢献」 

［研究代表者］洪 鋒雷（計測標準研究部門） 

［研究担当者］洪 鋒雷、安田 正美、稲場 肇、 

保坂 一元、赤松 大輔、大久保 章、 

田邊 健彦、雨宮 正樹、鈴山 智也、

渡部 謙一、和田 雅人 

（常勤職員11名） 

［研 究 内 容］ 

 光格子時計の優位性を明らかにするために、Yb 原子

及び Sr 原子を用いた光格子時計の開発及び高度化をさ

らに進めるとともに、協定世界時による周波数計測を行

った。具体的には、Yb 光格子時計における光格子レー

ザ光路中に偏光ビームスプリッターを挿入することで消

光比を改善し、ベクトル光シフトを抑制した。また、時

計遷移分光時の磁場を制御することにより、時計遷移ス

ペクトルの4本のゼーマン成分のうち、2本のπ成分のみ

を S/N よく観測できるようにした。このようにして得

られた時計遷移スペクトルに時計レーザ周波数を安定化

し、協定世界時（UTC）を基準として絶対周波数測定

を行った。その結果、3年前と比較して一桁以上の不確

かさ低減に成功した。この測定結果は国際度量衡局傘下

のメートル条約関連会議にて報告され、これを根拠の一

つとして、Yb 光格子時計は、秒の2次表現（秒の定義

候補）の一つとして採択された。 

 一方 Sr 光格子時計については、狭線幅光コムを用い

た線幅転送により外部共振器半導体レーザの線幅を狭窄

化し、時計遷移の分光に成功した。得られた最小のスペ

クトル線幅は、およそ10 Hz であり、パルスの照射時

間で決定されるフーリエ限界であった。さらに、予備的

ではあるが絶対周波数計測を行った。 

その他、各種時計レーザの基準となる狭線幅レーザに

関しては、従来の超低膨張ガラスではなく、超低膨張セ

ラミック製の光共振器の開発、並びに、性能評価を行っ

た。セラミックはガラスに比して、剛性が高く、焼結成

形により大きな構造を作成しやすいことなどから、長い

共振器スペーサーの材料として注目されている。これに

より、より短期安定度の高いレーザを得ることが期待さ

れる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光周波数コム、光周波数測

定 

 

［研 究 題 目］高性能蓄電デバイス創製に向けた革新的

基盤研究 

［研究代表者］周 豪慎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］周 豪慎、細野 英司、大久保 將史、

北浦 弘和、岡垣 淳、王 雅蓉、 

尉 海軍、張 涛、簡 澤浪 

（常勤職員5名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 中温領域におけるイオン電導率とイオン拡散係数が著

しく向上することを利用したリチウムイオン電池と新型

蓄電デバイスを開発する。平成24年度の成果は以下の通

りである。(1)中温領域において、LiFePO4, Li4Ti5O12

電極活物質とイオン液体により組み立てた電池の電気化

学特性を調べた。(2)リチウムレドックスフロー二次電

池／燃料電池の研究を行った。(3)大容量を有する正極

活 物 質 （ 0.5Li2MnO3·0.5LiMn0.42Ni0.42Co0.16O2 ） の

Li2MnO3相と LiMn0.42Ni0.42Co0.16O2相が共存することを

透過電子顕微鏡で初めて観察した。(4)リチウム空気電

池用ゲル型空気極を開発した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］中温領域、リチウムイオン電池、正極活

物質、リチウムレドックスフロー二次電

池、新型蓄電デバイス 

 

［研 究 題 目］通信プロトコルとその実装の安全性評価

に関する研究開発  

副題：形式手法によるプロトコル実装

の検証技術と形式仕様に基づく網羅的ブ

ラックボックス検査技術の開発 

［研究代表者］柴山 悦哉 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］柴山 悦哉、大岩 寛、須崎 有康、 

田中 哲、Reynald Affeldt、 
Nicolas Marti、飯島 賢吾、 

坂口 和彦（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 インターネットでは多様な通信プロトコルが使われて
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いる。一方で、そのソフトウェア実装の問題が脆弱性な

どにつながる事例も報告されている。このような問題は、

仕様自体に曖昧さが含まれ、ソフトウェアを仕様通りに

実装する技術も未熟なために発生する。 

 この問題に対処するために、プロジェクトでは TLS
（Transport Layer Security）を対象にソースコードの

形式検証基盤とプロトコルの仕様から網羅的にファジン

グテストを行う実行環境の研究開発を進めた。平成24年

度は、C 言語実装の形式検証基盤作成、網羅的なテスト

プロトコル生成ツール、VM による実行環境の巻き戻し

機構の開発を行った。 

C 言語実装の形式検証基盤では、定理証明支援系 Coq
を用いて C 言語の形式的検証基盤を作成した。具体的

には、実用的な C 言語のサブセットを選定し、そのシ

ンタックスと意味論を形式化した。有用性を試すために

オープンソースの TLS プロトコル実装である

PolarSSL に対して検証技術を適用し、バグを発見した。 

網羅的テストケース生成によるプロトコル実装のブラ

ックボックス解析技術では、通信プロトコル記述言語を

設計し、この言語によるプロトコル記述から参照実装を

生成する処理系を作成し、この処理系から網羅的なプロ

コトルファジングが行えるツールを作成した。VM の二

重化による巻き戻し機構による実行環境と組み合わせる

ことで、ブラックボックステストができるようにした。

具体ていには4つの TLS サーバ（OpenSSL, GnuTLS, 
PolarSSL, CyaSSL）に対し TLS 1.2のハンドシェイク

プロトコルのファジング検査を行い、いくつかの実装上

の不具合を発見した。本プロジェクトの最終評価では A
となった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号通信プロトコル、形式仕様、形式検

証、仮想化、ブラックボックステスト、

フォールトインジェクション 

 

［研 究 題 目］真空封止技術を利用したモジュール連動

型電子ペーパーの製造 

［研究代表者］川本 徹（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］川本 徹、高橋 顕、渡邊 浩、 

野田 恵子、杉山 泰、川上 正美 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、基板に電解質層と封止材を印刷もしくは

塗布した後に、真空中で貼り合わせる ODF 法をエレク

トロクロミック素子の製造に適用する。これにより、強

力な電解質閉じこめが可能となり、素子としての耐久性

が向上する。また、その方法で得られた複数の素子をモ

ジュール化し、モジュール毎に駆動回路を設置した上で、

モジュール間を連動させて電子ペーパーを構築する。こ

れにより、様々な形状の電子ペーパーを同じ枠組みで製

造できるようになる。本年度については、スプレー印刷

法を利用し、より量産性の高い製造法を確立した。また、

電解質中の溶媒、支持電解質等の材料を再検討すること

により、飛躍的に耐光性を向上させることに成功した。

これらの成果については、共同研究企業に技術移転し、

企業における展示会開催等に貢献した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］プルシアンブルー、エレクトロクロミッ

ク、電子ペーパー、真空 

 

［研 究 題 目］共生細菌のゲノム解析と生物機能の解明

および共生器官の発現遺伝子解析と生物

機能の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、細川 貴弘、棚橋 薫彦、

牧野 純子、菊地わか奈 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 難培養性で機能解析が容易でないが、高等生物に顕著

な生物活性を有しており、生物遺伝子資源として有望で

ある共生細菌の高度な生物機能の解明と利用の観点か

ら，多様な昆虫類の体内に存在する共生細菌について、

高純度の共生細菌 DNA 標品を調製し、ショットガン塩

基配列をおこない、全ゲノム塩基配列を決定して，培養

を介さずに共生細菌の全遺伝子レパートリーおよび可能

な生物機能を明らかにする。また，その形態や微生物学

的実体、体内局在および感染動態などについて解明し，

必要であれば新規微生物として記載をおこなう。今年度

は以下のような成果を挙げた： 

 殺虫剤分解活性をもつ腸内共生細菌 Burkholderia に

感染することにより、宿主ホソヘリカメムシが有機リン

系殺虫剤のフェニトロチオン等に抵抗性になることを明

らかにし，共生細菌による新規な殺虫剤耐性獲得機構を

解明した（Kikuchi et al. 2012 Proc. Natl. Acad. Sci. 
USA 109, 8618）。本研究成果については2012年4月14

日に産業技術総合研究所プレスリリース「害虫に殺虫剤

抵抗性を持たせる共生細菌を発見－殺虫剤抵抗性は害虫

自身の遺伝子で決まるという常識を覆す－」をおこない、

新聞、TV 等により国内外で広く報道された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］共生細菌により昆虫が獲得する新規生物

機能の解明と制御への基盤研究 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、古賀 隆一、安佛 尚志、

二橋 亮、細川 貴弘、棚橋 薫彦、 

牧野 純子、菊地 わか奈 

（常勤職員4名、他4名） 

［研 究 内 容］ 
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 難培養性で機能解析が容易でないが、高等生物に顕著

な生物活性を有しており、生物遺伝子資源として有望で

ある共生細菌の高度な生物機能の解明と利用の観点か

ら，多様な昆虫類の体内に存在する共生細菌について，

高純度の共生細菌 DNA 標品を調製し、ショットガン塩

基配列をおこない、全ゲノム塩基配列を決定して，培養

を介さずに共生細菌の全遺伝子レパートリーおよび可能

な生物機能を明らかにする。また，その形態や微生物学

的実体、体内局在および感染動態などについて解明し，

必要であれば新規微生物として記載をおこなう。今年度

は以下のような成果を挙げた： 

 マルカメムシの必須腸内共生細菌 Ishikawaella の

0.75Mb の全ゲノム塩基配列を決定した。細胞外必須共

生細菌の縮小ゲノムとして世界初である（Nikoh et al. 
2011 Genome Biol Evol 3, 702）． 

 ホソヘリカメムシの腸内共生細菌 Burkholderia の経

口摂取による感染感受期が2令幼虫期であることを証明

した（Kikuchi et al. 2011 Appl Environ Microbiol 77, 
4075）。 

 ヒメナガカメムシ類より新規菌細胞共生細菌を同定

し、 ’Candidatus Schneideria nysicola’ の暫定学名を

提唱した（Matsuura et al. 2012 ISME J 6, 397）。 

 コウモリ吸血性のクモバエ類より新規細胞内共生細菌

を同定し、’Candidatus Aschnera chinzeii’ の暫定学名

を提唱した（Hosokawa et al. 2012 ISME J 6, 577）。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］消化管免疫細胞の活性化と機能成熟機構

の解明 

［研究代表者］辻 典子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］辻 典子（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 免疫システムの主たる役割は外界の様子を認知し、病

原菌を排除するなど適切な対応をすることであり、粘膜

や皮膚などの体表面はサーフェスバリアとしてその中心

的な役割をはたしている。サーフェスバリアのなかでも

消化管の面積は大きく、体内の60−70%の免疫関連細胞

を擁することからその機能は全身の免疫応答にも大きな

影響を与えると考えられている。食物成分などの腸内環

境因子のひとつとしてβ−グルカンが小腸パイエル板を

介して消化管免疫を活性化するしくみを明らかにするこ

とを目的とした。 

 粒子状β−グルカン（OXCA）の経口投与が強い抗炎

症性効果を誘導し、デキストラン硫酸ナトリウム誘導性

腸炎において顕著な予防効果をあらわすことを見いだし

た。OXCA は樹状細胞／マクロファージ上の dectin-1
を介してサイトカイン産生を促すが、パイエル板樹状細

胞においては抗炎症性サイトカインであるインターロイ

キン-10（IL-10）産生誘導が特徴的であり、その結果、

パイエル板環境では IL-10産生性の T 細胞が多く発現し

た。また、OXCA を摂取したマウスからパイエル板

CD4+T 細胞を調整して抗炎症作用を調べた。ナイーブ

T 細胞を Rag-1遺伝子変換モデルに移入して誘導する T
細胞誘導腸炎において、ナイーブ T 細胞とこれらの細

胞を共移入すると、顕著な炎症抑制効果を示した。 

 これらのことから食物中のβ−グルカンは dectin-1を
介してパイエル板の IL-10産生レベルを増強し、IL-10
産生性制御性 T 細胞を誘導して強い炎症抑制機能を促

すと考えられた。これらの細胞メカニズムが全身の免疫

応答に与える影響、消化管免疫と全身性免疫の関係につ

いてもさらに明らかにしていく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］消化管免疫、抗炎症、IL-10産生性制御

性 T 細胞、β−グルカン、C−タイプレク

チン、パイエル板、腸炎症性疾患 

 
［研 究 題 目］かん水の分析に基づく南関東ガス田の地

下微生物の分布及びメタン生成速度の評

価 

［研究代表者］坂田 将（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 秀佳、片山 泰樹、坂田 将 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
 地下微生物を利用した未利用資源からのガスエネルギ

ー技術開発のための基盤情報として、南関東ガス田にお

ける真正細菌・古細菌の分布、及び、メタン生成活性評

価を行った。関東天然瓦斯開発（株）との共同研究のも

と、前年度試料と合わせて計31カ所のガス生産井からか

ん水を採取し、分析を行った。 
 いずれの試料も炭酸還元によるメタン生成が主要な経

路であり、これは各試料から検出されたメタン生成菌が

水素資化性であったことと整合した。メタン生成速度と

メタン生成古細菌の相対存在量、あるいは、水質に明確

な相関は認められなかったが、メタン生成速度と試料を

採取した井戸のガス生産量に有意な相関が認められた。

また、ここ数年内に掘削された新しい抗井では、水素資

化性だけでなくメチル化合物分解性のメタン生成菌が優

占して検出され、掘削の影響が示唆された。これらメタ

ン生成活性及び微生物の変化は、地下深部においてもメ

タン生成が生じていることを強く示唆している。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］水溶性天然ガス田、微生物、メタン生成

活性、メタン生成菌、遺伝子解析 

 

［研 究 題 目］海水温の精密測定に用いる温度センサの

長期評価技術の開発 

［研究代表者］丹波 純（計測標準研究部門） 

［研究担当者］丹波 純、山澤 一彰、 
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Januarius V. Widiatmo 
（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

独立行政法人 海洋研究開発機構では、地球環境観測

のために高精度水中センサの開発に取り組んでいる。こ

のうち高精度水中センサ TD センサについては、平成22

年度の受託研究課題「精密海水温度センサの評価技術の

開発」において良好な成績を確認している。 

TD センサの量産化に向け、センサプローブの性能安

定性の事前確認の手法が確立されていない。そこで、本

受託研究課題では、センサプローブの選定を含めた、性

能評価手法の開発を実施する。当該センサプローブ評価

専用の治具を開発し、また、高精度にサーミスタの抵抗

値を測定するための回路を構築して、これらを利用して

選定・性能評価手法の開発を行った。JAMSTEC から

供与された2種類のサーミスタ素子について、高温で長

時間暴露した上で、その暴露の前後において1℃～35℃

の範囲の温度－抵抗値特性を詳細に評価し、長期安定性

の評価に着手した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］温度測定、海水温センサ、長期安定性、

サーミスタ 

 

［研 究 題 目］筋ジストロフィーおよび関連疾患の診 

断・治療開発を目指した基盤研究 

［研究代表者］松田 知栄 

（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］松田 知栄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 筋細胞膜タンパク質である dysferlin の欠損は三好型

筋ジストロフィーと LGMD2B を引き起こす。本年度は

dysferlinopathy の分子病態を解明するために、

dysferlin を欠損する SJL、A/J マウス骨格筋における、

dysferlin 結合タンパク質、アフィキシンの細胞膜修復

時の挙動を解析した。さらに、骨格筋細胞膜修復とアク

チン細胞骨格系の再構成の関連を調べるために、細胞膜

損傷時のβPIX、α-、β-、γ-アクチンの挙動をリア

ルタイムで観察した。 

研究計画： 

 解析する分子に GFP または RFP を付加した培養細

胞発現用プラスミド10-20μg をマウスの足底筋に注射

し、エレクトロポレーション法で導入を行った。7-10日

後、マウスより FDB を単離し、コラゲナーゼ I で処理

することにより単一の筋線維を得た。導入した遺伝子が

発現した筋線維の細胞膜を2光子レーザーで損傷し、修

復過程を共焦点レーザー顕微鏡でリアルタイムに観察し

た。 

年度進捗状況： 

 野生型マウス筋線維の細胞膜損傷部にアフィキシンは

凝集するが、SJL、A/J マウスではアフィキシンの顕著

な動きは認められなかった。A/J マウスに dysferlin-
GFP、アフィキシン－RFP を導入すると、細胞膜損傷

部におけるアフィキシンの凝集は回復した。通常、

dysferlin とアフィキシンは細胞膜上で共局在している

が、細胞膜の損傷時に dysferlin とアフィキシンは異な

る局在パターンを示した。そこで dysferlin とアフィキ

シンの結合を免疫沈降法で解析した所、両者の結合は

Ca2+により阻害されることが明らかになった。 

 野生型マウスの細胞膜損傷部にはβPIX、β-、γ-ア

クチンが凝集するが、α-アクチンの凝集は認められな

かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋ジストロフィー、細胞膜修復 

 

［研 究 題 目］インターフェロン誘導性のウイルス RNA
の合成 

［研究代表者］Penmetcha Kumar（バイオメディカル

研究部門） 

［研究担当者］Penmetcha Kumar、西川 富美子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

ウイルスの2重鎖 RNA が1型インターフェロンを誘導

すること、それによってウイルス性肺炎を併発した肺が

ん患者のがんが退縮することは良く知られている。麻疹

ウイルスでは特に遺伝子治療用のベクターも作製され、

効果が査定されている。既に種々の麻疹ウイルス RNA
配列を in vitro transcription で合成し、そのインター

フェロン誘導活性は細胞実験（北大実施）で確認、さら

にマウスを用いた in vivo 実験（北大実施）でもその可

能性が認められた。この結果を基に長鎖 RNA 合成方法

を確立し、in vitro で大量合成、インターフェロン誘導

能を査定する。（本研究は、国立大学法人北海道大学大

学院医学研究科瀬谷研究室からの受託研究である） 

研究計画： 

 産総研では麻疹ウイルスの2重鎖 RNA を大量に in 
vitro 合成する。In vivo での実験に用いるため LPS が

混入しない精製方法を検討する。 

研究成果： 

 In vitro transcription の系と同配列の化学合成

dsRNA のインターフェロン誘導活性をマウス細胞で測

定したところ、外から加えただけでは殆ど活性がない

（北大実施）、とのことであり原因を考察し改良を加え

た系を検討した。長鎖 RNA の化学合成収率はかなり低

い（<1%）。そこで分割した合成 RNA を用い、ライゲ

ーションサイトの検討、ライゲーションによる方法で効

率よく長鎖合成 RNA を作製する事が可能となった。同

時に活性試験の比較用として in vitro transcription の
方法で同配列 RNA を作製、化学合成品の品質評価に用
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いた。dsRNA の sense, antisense 両方とも化学合成品

を用いた場合はインターフェロン誘導活性がほとんどみ

られなかったが、片鎖のみ使用（もう片方は transcript 
RNA）の dsRNA では活性を検出する事ができ改善が

みられた。化学合成品を使用した場合の活性低下の原因

として、長鎖 RNA 化学合成品の2’OH の脱保護が不

十分？、ライゲーション反応後の合成 RNA の精製純度

等が考えられる。分割デザインに更に詳細な検討を加え

る事、化学合成品の精製段階の検討等でさらなる改善が

期待でき、改良の余地がある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］dsRNA、インターフェロン、自然免疫 

 

［研 究 題 目］上町断層帯における重点的調査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、近藤 久雄、吉見 雅行、

堀川 晴央、加瀬 祐子、竿本 英貴、

木村 治夫、林田 拓己、堤 浩之（京

都大学）、杉戸 信彦（名古屋大学）、 

関口 春子（京都大学防災研究所）、 

岩田 知孝（京都大学防災研究所）、 

浅野 公之（京都大学防災研究所） 

（常勤職員6名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、大阪府に位置する上町断層帯が活動した場

合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯の地表

付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、過去の

活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域での強

震動評価の高度化を目的に、京都大学からの再委託で実

施しているもので、最終年度に当たる本年度は、「活断

層の活動区間を正確に把握するための詳細位置・形状等

の調査」、「活動履歴調査」、および「動的断層モデル構

築と強震動シミュレーション」について分担実施した。 

１）活断層の活動区間を正確に把握するための詳細位

置・形状等の調査 

 上町断層帯の詳細な断層位置と分布形状を把握する

ため、これまでに実施された地形・地質学的調査結果、

既存反射法地震探査等の成果を整理して文献調査をお

こなった。平成22年度に作成した2m メッシュの数値

標高モデル（DEM）等に基づく地形解析、空中写真

判読、地表踏査等を実施し、上町台地周辺の活断層・

活構造分布を明らかにした。また、DEM と第四系層

序等を利用して、後期更新世以降の段丘面を基準とし

た断層帯陸域に沿う平均変位速度分布を解明した。変

動地形・活構造の分布、活動性等を総合して、上町断

層帯の活動区間を呈示した。 

２）活動履歴調査 

 上町断層帯の最新活動時期を限定し、複数回の断層

活動履歴を復元するため、陸域におけるトレンチ・ボ

ーリング掘削調査、地下レーダー探査、および河川域

における音波探査・ボーリング掘削調査をおこなった。

DEM 等による変動地形学・古地震学的な調査結果に

より、神崎川以南の上町断層から久米田池断層に至る

陸域の上町断層帯は、約2700年前以降に最新活動があ

った可能性を指摘した。また、新淀川の既存成果と総

合すると、この区間の上町断層帯の最近2回の活動間

隔は約7000年以上となることを明らかにした。さらに、

大津川付近より南西方向へ沿岸域を延ひる活断層にお

いては、少なくとも大津川周辺て2330年前以降、江戸

時代以前に最新活動が生じた可能性を指摘した。 

３）動的断層モデル構築と強震動シミュレーションの実

施 

 本重点観測研究で収集したデータを基にした上町断

層帯の3次元形状および断層走向方向の平均変位速度

分布を用いて新たに動力学的破壊計算を行い、物理的

に発生しうる地震シナリオを複数作成した。さらに、

それらの地震シナリオと既往の地下構造モデルを用い

て地震動シミュレーションを行い、広帯域の地震動を

評価した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、上町断層帯、位置、活動履歴、

地震シナリオ 

 

［研 究 題 目］警固断層帯（南東部）における重点的調

査観測 

［研究代表者］吉岡 敏和 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉岡 敏和、宮下 由香里、吾妻 崇、 

水野 清秀（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、福岡県に位置する警固断層帯南東部が活動

した場合に想定される地震災害の軽減を目指し、断層帯

の地表付近の詳細な位置・形状、地下の震源断層形状、

過去の活動履歴等の活断層基本情報の高度化と、震源域

での強震動評価の高度化を目的に、九州大学からの再委

託で実施しているもので、本年度は「陸上における活断

層の詳細位置・形状等の調査」および「陸上部の警固断

層における最新活動時期の高精度化」について分担実施

した。 

１）陸上における活断層の詳細位置・形状等の調査 

 警固断層帯（南東部）の陸上部分のうち、警固断層

とその南東延長部、および宇美断層南東延長部につい

て、地質踏査を行うとともに、地形面の編年を行うた

めに、米軍撮影および昭和30年代撮影の空中写真を用

いて、詳細な地形面区分を行った。その結果、宇美断

層南東延長部において、活断層の可能性のある断層露

頭を確認することができた。警固断層については、那

珂川付近の段丘面に大きな上下変位がないことを確認

した。警固断層南東延長部については、数カ所で直線
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的な崖地形や鞍部列が確認できたが、それらについて

は基本的には浸食により形成された可能性が高いと判

断した。 

２）陸上部の警固断層における最新活動時期の高精度化 

 陸上部の警固断層における最新活動時期の高精度化

としては、陸上部分における警固断層の最新活動時期

および複数回の層活動履歴をより高精度に求めること

を目的に、平成23年度の調査結果およびサブテーマ

１）の検討結果に基づいて、太宰府市向佐野地点およ

び筑紫野市塔原地点においてトレンチ調査、ボーリン

グ調査、および地下レーダー探査等を実施した。その

結果、トレンチ壁面には明瞭な断層は露出しなかった

が、地層の堆積状況や基盤岩の破砕状況を確認するこ

とができた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］活断層、警固断層帯、位置、活動時期、

トレンチ調査 

 
［研 究 題 目］IST 産学官事業 「次世代自動車用エアバ

ッグシステムの開発」 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、緒方 雄二、伊藤 俊介 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 自動車用エアバッグは、衝突時にガス発生剤と呼ばれ

る薬剤が燃焼し、燃焼ガスでバッグが膨らむ。硝酸アン

モニウムを主成分とするガス発生剤は、吸湿・振動の影

響により運行中に粉状化し、異常燃焼を起こす可能性が

指摘されている。また、一般にエアバッグが正常に稼働

した場合でも展開したバッグと人の衝突により眼などに

重篤な外傷を負うなどの加害性が指摘されている。本研

究では、吸湿・振動に耐性を有するガス発生剤および加

害性を軽減するバッグ形状を開発することを目的とする。 

 そのために2ヵ年計画で産総研は、中核機関の福岡大

学と共同で新規ガス発生剤の開発を担当し、(1)「自動

車部品の振動試験方法」準拠試験で、吸湿の有無に係わ

らず粉状化しないこと、(2)SAE/USCAR-24準拠の貯蔵

試験で、貯蔵前後での燃焼速度の変化および重量変化が

5%以上変化しないこと、を目標とした。 

 硝酸アンモニウム（AN）系ガス発生剤の開発におい

ては、AN と各種ポリマーからなる水溶液に対してスプ

レードライ処理を施し、固体粒子を造粒した。この試料

に各種添加剤を加え、圧縮成型してガス発生剤を調整し、

燃焼試験により AN の燃焼性の改善を確認した。また、

同ガス発生剤の振動試験を実施し、粉状化せず、ペレッ

ト強度や重量変化がないことを確認したが、燃焼速度に

ばらつきや圧力依存性がみられ、今後の課題が明らかに

なった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］自動車用エアバッグガス発生剤、硝酸ア

ンモニウム、硝酸セルロース、吸湿、熱

安定性 

 
［研 究 題 目］低毒化ガスジェット装置用推進薬の安全

性確認に関する研究 
［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 
［研究担当者］中山 良男、若林 邦彦、松村 知治、

高柿 大輔（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 
 低毒性ガスジェット装置用推進薬の衝撃感度試験を実

施して、燃料の輸送時・射場作業時の安全性評価に資す

るとともに他の爆発性物質との比較等安全性の評価を行

う。 
研究計画： 
 従来に比べて低毒性の推進薬として、日本が開発中の

HAN（Hydroxyl ammonium nitrate）系推進薬の衝撃

感度試験（ギャップ試験）を実施して、衝撃に対する安

全性を評価する。また、同じく低毒性の推進薬として欧

州で開発された ADN（Ammonium dinitramido）系推

進薬についても同様の試験を行い、比較・検討を行う。 
研究進捗状況： 

 HAN 系推進薬について、MIL-STD-1751A Method 
1041（Large scale card gap test）に準拠したギャップ

試験を実施した。本試験法では、試料物質の衝撃感度は、

ギャップ材に用いる厚さ 1/100インチの PMMA
（Polymethylmethacrylate）板の枚数で評価される。

一連のギャップ試験を行った結果、開発中の HAN 系推

進薬は23枚以上では爆発しないこと、また、50%爆点は

11枚程度であることがわかった。 

 ADN 系推進薬のギャップ試験については、平成25年

度に実施する予定。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］低毒性推進薬、衝撃感度、ギャップ試験、

HAN、ADN、PMMA、50%爆点 

 
［研 究 題 目］微燃性冷媒の燃焼爆発影響評価 
［研究代表者］匂坂 正幸（安全科学研究部門） 
［研究担当者］匂坂 正幸、和田 有司、緒方 雄二、

佐分利 禎、久保田 士郎、椎名 拡海、

高橋 明文、松木 亮、中山 良男、 

松村 知治、若林 邦彦、堀口 貞茲、

江渕 輝雄（常勤職員11名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 地球温暖化対策として従来の空調機器用に用いられて

きた冷媒から地球温暖化係数にすぐれた新規代替冷媒へ

の転換促進が重要課題となっている。ジフルオロメタン 

（R32、CH2F2）や2,3,3,3-テトラフルオロプロパン

（R1234yf、CH2=CFCF3）は地球温暖化係数が低く、

オゾン破壊係数もゼロであることから次世代の冷媒とし
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て期待されている。しかし、これらの冷媒はわずかに燃

焼性（微燃性）を有しているため、実用的に利用促進を

はかるには事故などで漏洩した場合のリスクを評価し、

適切に利用するための基準を定めることが重要課題とな

っている。本研究では、微燃性冷媒の基本的な燃焼特性

を評価し、事故シナリオに基づいた被害の影響度を評価

可能にすることで微燃性冷媒のリスク評価に資すること

を目的としている。 

 今年度は微燃性冷媒の燃焼挙動の規模効果や浮力の影

響を明らかにするため、大容量の球形燃焼容器を用いた

実験観測システムを構築した。R32と R1234yf の浮力に

よる火炎伝播挙動の変化を高速度カメラで観測するとと

もに、映像解析により火炎伝播速度を評価した。燃焼時

の圧力上昇プロファイルから球形火炎伝播を仮定した燃

焼速度を求め、燃焼時の最高到達圧力であるピーク過圧、

燃焼時の圧力上昇速度から評価される爆発強度指数を評

価した。これらの結果を整理して微燃性冷媒の燃焼特性

を明らかにするとともに、他の可燃性ガスとの間で燃焼

特性の比較検討をすることで被害の影響度を検討可能に

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］地球温暖化、新規代替冷媒、オゾン破壊、

微燃性冷媒、一般高圧ガス保安、冷凍

保安、リスク評価、火炎伝播速度、燃

焼速度、爆発強度指数 

 

［研 究 題 目］平成24年度深海底資源基礎調査に関わる

情報収集業務 

［研究代表者］岸本 清行（地質情報研究部門） 

［研究担当者］岸本 清行、棚橋 学、西村 昭、 

湯浅 真人、石原 丈実、田中 弓、 

李 相均、針金 由美子、山岡 香子、 

山崎 俊嗣、小田 啓邦、佐藤 太一、 

荒井 晃作、佐藤 智之、飯笹 幸吉、 

石塚 治、下田 玄 

（常勤職員10名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

  当該情報収集業務においては、日本周辺海域のコバル

トリッチクラストの賦存状況や採鉱時の環境影響の評価、

採鉱・選鉱・製錬技術の検討を行うとともに、深海泥等

の有望性の検討なども行うことを目的とした。そのため

に、文献調査や、内外の地球科学関連学会や研究機関、

国際機関等において、海底地球科学や海底資源関連の最

新研究および関連技術情報を収集し、深海底鉱物資源開

発技術等に係るレビュー、評価、提言、広域ポテンシャ

ルマップ等として成果をまとめた。 

 以下の4つに分類して報告を行った。 

(1) 海底鉱物資源情報 

 我が国周辺海域に賦存すると推定される各種海底鉱

物資源情報を以下のカテゴリに大別して地球科学的観

点からレビューし、また我が国の大陸棚申請の勧告と

の関わりも含め、今後の探査・評価・開発の指針策定

に資する情報とすべくとりまとめをした。我が国も同

様、世界的にはコバルトリッチクラスト、マンガンノ

ジュールに関しての調査研究の歴史がもっとも長く、

関連技術や知識の蓄積も多い。一方で、世界で初めて

の経済的採掘が実施されようとしているのは、PNG
海域での海底熱水鉱床である。最近、太陽光発電やハ

イブリッド自動車開発等の先端技術に必須の資源とし

て注目されている希土類元素（REE、レアアースエ

レメント）を含む深海底に胚胎する資源泥が注目を浴

びているが、その資源的評価に関する科学的研究は端

緒についたばかりである。深海底の地質学的研究に長

らく携わってきた立場からの考察・議論2点を追加し

た。 

  １－１ コバルトリッチクラストの探査の歴史と 

      成因に関する考察。 

  １－２ レアアース資源泥の資源ポテンシャルに 

      ついて。 

(2) 調査技術情報 

 海底地球科学調査に用いられる手法はそのまま資源

探査のための手法にも応用されうるものであるが、経

済的採鉱へ移行するためには、資源としての定量評価

が必須であり技術改良や新手法の開発が必要な場合も

ある。また採鉱に伴う法的規制や、環境評価対応など、

周辺分野に関連する課題も多い。これらの課題を以下

の5つの項目に関して技術的調査と検討を行った。 

  ２－１ 探査技術 海底地盤工学測定 

  ２－２ 地形調査技術 

  ２－３ 地球物理探査技術 

  ２－４ 音波探査技術 

  ２－５ 採鉱・選鉱・精錬技術・環境影響評価 

(3) 海底資源情報コンパイルによるポテンシャル評価 

 海域の地質情報として、これまでに出版またはコン

パイルされつつある関連情報を組み合わせて GUI 形

式の簡易データベースとしてまとめた。緯度経度情報

をタグにした任意の数値情報、画像情報等を簡単な書

式変換をすることで、独自の情報をこの簡易データベ

ースに追加することができ、またマップやテキスト出

力も可能であるので、今後の海域調査の計画策定のベ

ースマップツールとして便利であると考える。 

(4) 情報収集活動 

 上記(1)～(3)の情報のもとになった出典情報や、メ

タ情報などを以下の項目に分類して資料集として追加

作成提出した。 

  ４－１ シンポジウム 

  ４－２ 国内学会 

  ４－３ 国際学会 

  ４－４ ウェブによる情報収集 

  ４－５ プレス発表 
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  ４－６ 大陸棚関連 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底鉱物資源、コバルトリッチクラス 

ト、深海泥、資源探査技術、大陸棚調査、

ポテンシャル評価 

 

［研 究 題 目］Exp.330ルイビル海山列掘削試料による

マントルダイナミクスと南太平洋古環境

研究 

［研究代表者］山崎 俊嗣（地質情報研究部門）(8月ま

で)、牧野 雅彦（地質情報研究部門）

（9月以降） 

［研究担当者］山崎 俊嗣、牧野 雅彦、星 博幸（愛

知教育大学）、町田 嗣樹（早稲田大学）、

守屋 和佳（金沢大学）、 

Erdensaikhan Ganbat（東北大学）、 

石渡 明（東北大学）、佐野 晋一（福

井県立恐竜博物館） 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本 研究は、 統合国際深海 掘削計画 （ IODP ）

Expedition 330による南太平洋ルイビル海山列の掘削

コア試料を用いて、マントル対流によりホットスポット

が移動する可能性の検証、ホットスポット・マグマの化

学的進化の解明、及び、白亜紀～古第三紀における南太

平洋古環境の解明を行うことを目的とする。 

 古地磁気研究については、昨年度に引き続き、

Tsunakawa-Shaw 法による古地磁気強度測定を行った。

5サイト計139試料で測定を完了し、65試料から有効な結

果を得た。その結果、白亜紀末期～古第三紀初頭の古地

磁気強度は、最近500万年間の平均と同程度である見通

しを得た。また、火山礫岩を用いた古地磁気礫岩テスト

により、礫岩堆積後に海山が全体として再磁化した可能

性はないことを明らかにした。 

 ホットスポット・マグマの研究については、電子線プ

ローブマイクロ分析装置（EPMA）を用いた分析によ

って得られた Ni や Mn などを含む主要元素についての

高精度のデータの解析を行い、リサイクルされた過去の

プレート物質がマグマの生成に寄与した程度は高々37％

程度であり、ハワイ等の他のホットスポットで想定され

ている値に比べ著しく低いことが判明した。 

 古環境研究については、Site U1372A の最上部の未固

結の有孔虫砂岩から浮抽出した遊性有孔虫化石の核体の

酸素・炭素同位体比分析を行い、共生藻を持つ種と持た

ない種を識別した。Site U1376の堆積物被覆層最下部か

ら得られた大型軟体動物化石について、X 線 CT データ

を利用したコンピュータ上での三次元像復元、ピール法

による貝殻構造の検討、イギリスの大英自然史博物館お

よびオープン大学所蔵標本との比較検討の結果、後期白

亜紀末にテチス地域に生息した巻貝 Otostoma cf. 

persicus であることが明らかとなった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ルイビル海山列、ホットスポット、古地

磁気、古環境、IODP 
 

［研 究 題 目］Exp.336による大西洋中央海嶺 North 
Pond 下の海洋リソスフェアにおける流

体循環の解明 
［研究代表者］針金 由美子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］針金 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 IODP Expedition 336による大西洋中央海嶺 North 
Pond の掘削コア試料の岩石学的・地球化学的・構造地

質学的解析を行い、不均質な海洋リソスフェアの物質特

性と、そこでのメルト生成過程を明らかにするとともに、

不均質な海洋リソスフェアに生じている熱水変成および

熱水変質過程を詳細に検証し、North Pond 下の海洋リ

ソスフェアにおける流体循環の解明を目的とする。平成

24年度では North Pond にて採取された海洋リソスフェ

ア物質の岩石学的・構造地質学的特徴を理解するために

偏光顕微鏡および走査型電子顕微鏡を用いた微細構造の

分類、鉱物組み合わせの記載および主要鉱物化学組成分

析を中心に行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋リソスフェア、かんらん岩、はんれ

い岩、流体循環、North Pond、IODP、

大西洋中央海嶺 

 

［研 究 題 目］火山噴火ハザード評価手法の開発 

［研究代表者］山元 孝広（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山元 孝広、石塚 吉浩、古川 竜太、 

下司 信夫、七山 太（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 火山噴火に関するハザード評価手法を開発するため、

地質データベースより過去に噴火した火山の記録を調査

し、火山現象の特徴とその強度を整理した。また、既往

研究から火山噴火ハザード評価手法を調査し、降下火山

灰、火砕流、溶岩流の数値シミュレーション手法の現状

について整理した。次に、ナトリウム冷却高速炉の崩壊

熱除去機能に影響を及ぼす火山噴火ハザードの重要パラ

メータが遠方の火山で起きた爆発的噴火による降下火山

灰であることを同定した。さらに、火山灰細粒粒度分析

装置及び火山灰微細粒子形状観察装置を導入・活用し、

火山灰の粒子径・形状・構成物を分析し、火山灰粒度分

析手法を開発した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、火山灰、ハザード評価 

 
［研 究 題 目］クリープ疲労試験に基づく劣化損傷評価

技術の開発 
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［研究代表者］鈴木 隆之 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 隆之、原田 祥久、中住 昭吾、

村松 眞由（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 「もんじゅ」および実用炉で用いられる構造材料のク

リープ疲労試験を実施し、マイクロキャラクタリゼーシ

ョンによる劣化損傷評価法を開発し、クリープ疲労にお

ける劣化・損傷過程を解明することを目的とする。 

 本年度は、SUS316FR 鋼と高クロム鋼のクリープ疲

労試験を継続した。また、微小硬さや磁束密度の測定と

ともに、磁気力顕微鏡、透過型電子顕微鏡によるマイク

ロキャラクタリゼーションを実施した。 

 クリープ疲労試験結果から、高クロム鋼母材では特に

クリープ荷重保持の影響がみられ、定常クリープのよう

なひずみ－繰り返し数曲線を呈した。これは、クリー

プ・疲労過程中に生じる転位が主に副結晶粒界に集中し、

粒内の転位密度が低下することすること、また、磁気力

顕微鏡によりその程度が評価可能であることを示した。

さらに、高クロム鋼溶接材においては HAZ に変形が集

中するのに対し、SUS316FR 鋼溶接材では母材、HAZ、
溶接金属とも変形していくことがわかった。これは、

SUS316FR 鋼では溶接金属中のδ-フェライト相が、ク

リープ疲労により非磁性相に相変化するためであること

を磁気力顕微鏡および透過型電子顕微鏡によるマイクロ

キャラクタリゼーションにより明らかにすることができ

た。 

 本研究は、特別会計に関する法律（エネルギー対策特

別会計）に基づく文部科学省からの受託研究として、本

年度福井大学が実施した「「もんじゅ」における高速増

殖炉の実用化のための中核的研究開発」のうち、、独立

行政法人産業技術総合研究所が国立大学法人福井大学か

ら再委託を受けて実施した成果である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー、材料、製造 
［キーワード］もんじゅ、高速増殖炉、オーステナイト

系ステンレス鋼、高クロム鋼、クリー

プ疲労、劣化・損傷、マイクロキャラ

クタリゼーション 
 
［研 究 題 目］ソフトイオン化質量分析のためのマスス

ペクトルデータ解析ソフトウェアの開発 

［研究代表者］津越 敬寿（計測標準研究部門） 

［研究担当者］津越 敬寿（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、戦略的基盤技術高度化事業支援事業「ソ

フトイオン化質量分析のためのマススペクトルデータ解

析ソフトウェアの開発」の一部を産総研が分担実施し、

迅速簡便な測定が可能ソフトイオン化質量分析装置・技

術のために、データ解析手段を備えた組み込みソフトウ

ェアの開発・実用化を目的としている。これは、リアル

タイム計測も可能なソフトイオン化質量分析装置のデー

タ解析には、高速データ通信・処理が必要であり、それ

には分析装置の装置制御を行う組み込みソフトウェアに

データ解析機能までを実装させることが必要となるため

である。 

 H23年度の研究開発目標は、有機化合物のスクリーニ

ング分析技術として注目を集めているソフトイオン化質

量分析装置用の解析機能を備えた組込みソフトウェアの

開発について、解析機能部分の適用範囲の拡大とその妥

当性を、種々の試料において検証することである。 

 プラスチックやオイル、その他の試料についてデータ

解析ソフトウェアの機能検証・評価に関するデータ解析

技術研究に参画し、H23年度の開発目標を達成した。 

 H24年度においては、操作性の向上、表示の整合化に

ついて検討し、解析に用いるデータベーススペクトルの

測定条件を決定した。これにより、ソフトイオン化質量

分析計を実装している装置メーカーにオプションソフト

として供給し、販売を開始した。尚、販売中の製品は高

分子分析に主眼を置いており、85種のポリマーのデータ

ベースを、定量分析用の強度比補正データと共に搭載し

ている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、熱分析、発生ガス分析、示差

熱－熱重量分析、イオン付着イオン化、

光イオン化、多変量解析、主成分分析、

クラスター分析、回帰分析、残差スペク

トル解析 

 

［研 究 題 目］計算科学技術推進体制構築の「産官学連

携」の推進（高性能汎用計算機高度利用

事業「HPCI 戦略プログラム」分野2 新

物質・エネルギー創成 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博、石橋 章司、大谷 実、 

宮本 良之、三宅 隆、土田 英二、 

中村 恒夫、Fedorov Dmitri、 

小西 優祐、（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 文部科学省・高性能汎用計算機高度利用事業「HPCI
戦略プログラム」分野２ 新物質・エネルギー創成での

分野振興の一環として、計算物質科学シミュレーション

の産業分野への普及活動を行った。平成24年度は以下の

活動を実施した：(1) 計算シミュレーションを中核とし

たオープンイノベーションに関する認識を共有する為の

産官学連続研究会や合同ワークショップの開催。(2) 

CMSI で開発しているアプリケーションソフトの産業界

への情報発信・紹介、アプリケーションソフトポータル

サイトの立ち上げとプログラム講習会の開催。(3) 産学

連携活動の支援。(1) については以下に記した内容で3

回行った： 
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1. 産業界における OCTA 活用の現状 

（2012/5/8 秋葉原ダイビル） 

2. 原子スケールシミュレーションから TCAD へ 

（2012/12/21 秋葉原ダイビル） 

3. 熱マネジメント技術を支える材料シミュレーション 

（2013/3/12秋葉原 UDX） 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算シミュレーション、次世代スパコン

「京」、産業応用 

 

［研 究 題 目］革新炭素繊維基盤技術開発 

［研究代表者］児玉 昌也（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］児玉 昌也、羽鳥 浩章、曽根田 靖、

吉澤 徳子、入澤 寿平、丸山 勝久、

橘内 稔、常名 美穂子、有馬 住子、

塩田 真澄、山田 裕之 

（常勤職員4名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 炭素繊維（CF）は我が国が世界市場の約7割を占める

国際競争力の非常に強い高付加価値素材であり、省エネ

ルギーや環境保全などの社会的ニーズに応えることが大

きく期待されている。CF を用いた複合材料は、航空機

等で燃費向上のためにすでに実用化されており、今後自

動車を始めとする新たな分野への使用拡大が確実視され

ている。現行の CF 製造方法は、消費エネルギーと CO2

排出量がいずれも鉄の約10倍に達し、生産性も高まらな

いことが大きな課題である。これを解決し、我が国の

CF の国際競争力を維持・強化するために、本研究にお

いては、酸化工程を必要としない全く新しい CF 原料

（前駆体高分子化合物）の探索・設計および合成を行

い、紡糸特性に優れた高分子化合物を開発する。 

本年度は、紡糸装置を作製し、CF 原料として有望な

窒素原子を含む縮合多環芳香族系ポリマーについて紡糸

条件を検討するとともに、得られた前駆体繊維の炭素化

を行って、その構造解析と機械的特性の評価を行った。

今後製造条件の最適化が必要であるが、高強度材料とし

ての基本的物性を有する炭素繊維の製造が可能であるこ

とを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素繊維、耐炎化、炭素化、ポリアクリ

ロニトリル（PAN）、炭素繊維強化プラ

スチック（CFRP） 

 

［研 究 題 目］ガス化合成ガス製造の実証 

［研究代表者］鈴木 善三（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鈴木 善三、松岡 浩一、村上 高広、

浅井 稔（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 林野庁委託事業として、木材をオイル化処理した後の

残渣分を燃料とし、ガス化させることによって、汎用性

の高い高品位な液体燃料をフレキシブルに製造できる技

術の実証を目指す。ガス化装置として、流動層を利用し

た二重循環三塔型流動層ガス化炉を提案した。本装置の

特徴として、熱分解炉、ガス化炉および燃焼炉が分離さ

れており、熱分解炉およびガス化炉は二段炉構造とし、

熱分解炉下段に燃料を供給し、ガスとともに生成するタ

ールを上段のタール吸収粒子に吸収させることで、炉内

で効率良くタールを処理できる。さらに、燃料およびタ

ール吸収粒子がそれぞれ独立して循環するため、反応後 
に生成するボトムアッシュと高価なタール吸収粒子とが

混在せず、タール吸収粒子の長寿命化が可能となる。今

年度は、流動媒体として多孔質アルミナおよび石灰石を

使用し、昨年度と同様に木材ペレットを燃料として、ガ

ス化性能の比較を行った。結果として、熱分解／水蒸気

ガス化とも1073K での同条件において、多孔質アルミ

ナの方が得られる水素量は、若干ではあるが多いことが

分かった。流動媒体の単価で検討すると、多孔質アルミ

ナは石灰石よりも数倍高いため、単価当たり得られる水

素量で評価すれば、石灰石の方が良い。ただし、石灰石

は粉化し易いため、実証規模による長時間運転を実施し、

トラブルが生じないか明らかにする課題は挙げられるも

のの、コストを低減できる可能性を見出せた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、ガス化、流動層 

 

［研 究 題 目］海域活構造の地形地質調査（ひずみ集中

帯） 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］堀川 晴央、池原 研 

（地質情報研究部門）、 

井上 卓彦（地質情報研究部門）、 

岡村 行信（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 日本海沿岸の活断層で最も変位速度が大きいのは、新

潟沖の角田山東縁断層の海域延長部で3m/千年、秋田沖

の活断層は1m/千年前後、粟島付近の活断層は約0.5m/

千年の変位速度を持つ。酒田沖の活断層は約0.4m/千年、

2007年中越沖地震の震源断層は約0.4m/千年と推定した

が、信頼性は劣る。粟島南方沖の詳細な地形調査によっ

て1964年新潟地震時の海底の変位が現れた範囲が震源域

の一部に限られることが明らかになった。さらに、沿岸

域だけでなく、日本海東縁海域の海岸から約100km 沖

合までの範囲について、既存データを活用して活断層図

を作成した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］日本海東縁、海底活断層、新潟地震、中

越沖地震、逆断層 
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［研 究 題 目］グローバルリモートセンシング利用資源

解析強化事業に係る再委託（その2） 

［研究代表者］山本 浩万（地質調査情報センター） 

［研究担当者］山本 浩万、土田 聡（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本事業では、レアメタル資源の代替供給地の早急な確

保・安定供給確保に資することを目的に、リモートセン

シングによる全球解析のためのプラットフォームの作成、

全地球を調査対象としたレアメタルの賦存が期待される

地域における集中的な衛星画像の解析、グローバル・リ

モトートセンシング利用資源解析に係るシステム構築及

びポテンシャルのあるレアメタル資源賦存有望地域の抽

出・情報提供を行うものである。 

 産総研内では複数ユニットにまたがって研究開発を進

めており、本センターでは ASTER データセット開発を

担っている。平成22年度からのプロジェクトの3年目で

あり、アフリカ北部、ヨーロッパ南部、オーストラリア

の ASTER/VNIR（可視近赤外放射計）データに基づく

ASTER データのグローバルデータセット（独自技術に

よる対象物認識がし易い天然色画像のモザイクマップ）

を開発し、Open Geospatial Consortium（OGC）が定

める標準的な Web サービス（WMS）で配信できるよ

う加工した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］リモートセンシング、衛星利用技術、 

ASTER 
 

［研 究 題 目］グローバルリモートセンシング利用資源

解析強化事業に係る再委託（その2） 

［研究代表者］浦井 稔（地質情報研究部門） 

［研究担当者］浦井 稔、脇田 浩二、 

SAEPULOH Asep、山本 直孝 
（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本事業では、レアメタル資源の代替供給地の早急な確

保・安定供給確保に資することを目的に、リモートセン

シングによる全球解析のためのプラットフォームの作成、

全地球を調査対象としたレアメタルの賦存が期待される

地域における集中的な衛星画像の解析、グローバル・リ

モトートセンシング利用資源解析に係るシステム構築及

びポテンシャルのあるレアメタル資源賦存有望地域の抽

出・情報提供を行うものである。 

産総研内では複数ユニットにまたがって研究開発を進

めており、本部門では、衛星リモートセンシングデータ

（ASTER TIR）を用いて、鉱物探査に役立つグローバ

ルな地質インデックスマップ、すなわち、石英指標

（QI）、炭酸塩鉱物指標（CI）、苦鉄質指標（MI）をオ

セアニアと南アメリカについて作成し、その一部の地域

について、既存の地質図と比較して、鉱物探査への有効

性を評価した。ASEAN 鉱物資源データベースの国際標

準による Web 流通のためのトレーニングをインドネシ

アで実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］リモートセンシング、衛星利用技術、 

地質インデックス、ASTER、希少金属、

TIR、石英指標、炭酸塩鉱物指標、苦鉄

質指標、ASEAN、鉱物資源データベー

ス 

 

［研 究 題 目］大学キャンパスの省 CO2化に向けたキ

ャンパスエネルギーマネジメントの実証

研究 

［研究代表者］歌川 学（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］歌川 学、小杉 昌幸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、大学キャンパスの CO2排出削減のため、

全体管理手法を用いて CO2排出実態と削減余地、対策

効果に関して定量化指標の評価を実証し、削減目標を達

成する具体的な対策計画を策定し、自治体や事業者など

に適用できる管理プロセスと管理方法を提示することを

研究目的としている。 

 平成24年度は、大学キャンパスの CO2排出について、

キャンパス単位の全体管理指標評価による時系列の定量

評価から、排出実態を把握した。 

 また、できる限り建物ごとに分類した全体管理指標評

価を分析把握した。これにより、キャンパスごとではな

く、その中の細分ごとに、「他所と比較した原単位の比

較」の管理が可能になる。特に、大学の中に存在する、

用途が異なり原単位も他と大きく異なるような施設につ

いて分離して評価を実施した。 

 また、各キャンパスにおけるエネルギー多消費設備の

抽出調査を実施した。  

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］温暖化対策、省エネ対策、業務部門 

 

［研 究 題 目］電子デバイス用超平坦性ダイヤモンド基

板の自動切削研磨技術開発 

［研究代表者］小倉 政彦（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小倉 政彦、山崎 聡、牧野 俊晴、 

竹内 大輔、加藤 宙光 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、平成22年度戦略的基盤技術高度化支援

事業（経産省）におけるプロジェクトである（平成22～

24年度）。ダイヤモンドはその並外れた物性から、次世

代の革新的電子デバイスとして発光・パワー・耐環境・

電子放出などの電子デバイスへの応用が強く期待され、

研究開発が加速している。本研究開発では、電子デバイ

スに応用するために必須である、ダイヤモンド基板の超
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平坦性切削研磨において、大量生産とコストダウンに向

けた切削研磨自動化の技術開発を行った。産総研では、

今までの研究で培ってきた世界最高レベルの薄膜作製技

術、特性評価技術を適用して課題を見出し、切削研磨技

術開発にフィードバックした。平成24年度（最終年度）

は、従来より研究に用いられている小さいダイヤモンド

基板について職人によるのではなく自動（研磨機）で超

平坦性切削研磨を安定的に行い、また10mm 角の大型

単結晶ダイヤモンド基板については超平坦性切削研磨を

実現し、目標をクリアした。いずれも平坦性の目標とす

る数値を大きく凌駕した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］切削研磨、ダイヤモンド、電子デバイス、

半導体 

 

［研 究 題 目］電気的酵素反応駆動による高効率な物質

生産技術の開発 

［研究代表者］三重 安弘（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］三重 安弘、艾澤 祥子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 高い生体親和性を有する導電性材料を合成・作製する

こと、及びこれらを用いて電極界面上に様々なナノ構造

を構築する手法の確立を目標とする。これにより、酵素

反応を利用するバイオプロセスの高効率化・低コスト化

を実現するための「電気的酵素反応駆動技術」を開発す

るための基礎が確立される。 

研究計画： 

 本研究では、導電性ナノ構造を有する電極界面を用い

て、該ナノ空間に酵素分子を埋め込み固定することで、

「電極から酵素への迅速電子移動」と「電極上での酵素

の失活防止」を実現する。 

年度進捗状況： 

 本年度は、主としてナノ構造界面の構築・制御の検討

を行い、下記の成果を得ることができた。１）オリゴ

DNA を用いたナノ構造界面：長さが6nm 程度のオリゴ

DNA の調製、電極界面上への固定化とその界面評価を

行ったところ、電極に固定するためのテザー分子として、

長鎖の分子構造を用いた場合に、短鎖（0.5nm 程度）

のものより高密度に DNA 分子を配列できることを見出

した。また、固定化時の溶媒のイオン強度を変化させる

ことで、固定化量（ナノ凹凸構造の窪みの幅）を特定の

範囲で調製できることも確認され、今後の電気的酵素反

応駆動の検証に有用な知見を得た。２）芳香族分子を用

いたナノ構造界面：電子を通しやすいπ結合を有する芳

香族系分子を用いた種々のナノ構造界面の構築と同界面

を用いたシトクロム P450酵素反応の電気的駆動の評価

を行ったところ、特定の芳香族分子で構築された界面上

において比較的安定に同酵素反応を駆動できることを見

出した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオプロセス、酸化還元酵素、電気的

酵素反応駆動、ナノ構造界面 

 

［研 究 題 目］光を用いた微小構造評価装置の高度化及

び多機能化 

［研究代表者］島 隆之（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］島 隆之、桑原 正史、藤巻 真、 

斉藤 央（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 放送や公文書等の情報アーカイブ用途に、光ディスク

は省電力や耐環境性の点で優れるが、記録容量がハード

ディスクなどに比べ低く、使い勝手が必ずしも良くない

課題があった。従来技術では、直径12cm の光ディスク

において、容量で300GB 未満の特性評価装置しかなか

ったが、本研究では多層化（共焦点）と超解像の両技術

を新たに導入することで、より高密度で微小な情報ピッ

トを読み出し、評価可能な容量を500GB 以上に向上さ

せることを目標とする。 

 最終年度となる平成24年度は、樹脂層硬化のための紫

外線光源を見直した結果、より短時間でフラットな層形

成を行うことができた。記録及び超解像再生の両方が可

能な、ZnS-SiO2/相変化材料の酸化物/ZnS-SiO2から成

る層構造（薄膜層、Lx 層）を、樹脂層と交互に積層し、

薄膜層が計10層（L1～L10層）あるディスク試料を作製

した。樹脂層が改善した結果、全ての薄膜層にフォーカ

ス及びトラッキングを掛けることに成功した。とある薄

膜層（L5層）について、長さが113nm（評価光学系の解

像限界とほぼ同じ）と75nm の周期的な記録マークを形

成した。再生パワーが4.0mW のとき、それぞれ32dB
と21dB の搬送波対雑音比を得ることができ、10層積層

した状態においても、超解像再生が行えることを確認し

た。500GB 到達のためには、113nm において40dB 以

上を確保することと、適切な再生信号処理を行うことが

必要であるが、試作した記録媒体では、その数値までは

到達しなかった。しかしながら、アウトプットとして製

作した特性評価装置において、10層を区別した上で、記

録と超解像再生の両方が行えたことから、評価可能な容

量を引き上げる当初の目的は達成された。平成25年度以

降は、同装置の販売に向けた取り組みを支える。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］光ディスク、情報記録、微小構造、光検

出、大容量化 

 

［研 究 題 目］製鋼スラグと浚渫土により造成した干

潟・藻場生態系内の物質フローと生態系

の評価 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］田尾 博明、鈴村 昌弘、谷本 照己、
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左山 幹雄、長尾 正之、高橋 暁、 

中里 哲也、鶴島 修夫 

（常勤職員8名） 

［研 究 内 容］ 

 製鋼スラグと浚渫土の化学的相互作用によって駆動さ

れる栄養塩、酸化還元物質、アルカリ成分および二酸化

炭素などの物質フローを明らかにし、藻場・干潟基盤材

としての特性・有効性を評価するための実験を行った。

具体的には、スラグ－浚渫土混合土壌が海水にさらされ

た場合、土壌および水環境にどのくらいのタイムスケー

ルでどのような影響を与えるのか把握するため、疑似堆

積物（コア）を用いて土壌および水環境の中・長期的な

モニタリングを行った。製鋼スラグと浚渫土の混合土壌

とともに、コントロールとしてケイ砂と浚渫土の混合土

壌を用いて疑似コアを作成し、大型水槽（70×150×60 

cm）に沈め，現場海水を常時供給した。これらのコア

を数日から数十日間隔で採取し、間隙水中の pH、炭酸

系、栄養塩類、微量元素等の分析を行った。スラグのコ

アでは実験開始直後に pH の上昇と全炭酸の低下がみら

れたが、コア表層では時間がたつにつれ直上の海水の値

へと回復していくことが確認された。また、同じくスラ

グのコアについて、深いところで時間の経過とともにア

ンモニア濃度が増す傾向がみられ、コア内部でアンモニ

アの生成が起きていることが示唆された。リン酸塩濃度

は、時間の経過とともにスラグコア上部で上昇し、徐々

に溶出が起こる可能性が示唆された。元素分析の結果か

らは、スラグコア間隙水中でカルシウムおよび鉄濃度が

増加する一方、マグネシウム濃度が減少し、これらの効

果は少なくとも2ヶ月以上は維持されることが明らかと

なった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］干潟、藻場、スラグ、浚渫土、物質フロ

ー、pH、微量金属、栄養塩、リン 

 

［研 究 題 目］残留性有機フッ素化合物群の全球動態

解明のための海洋化学的研究による研究

委託業務のうち、残留性有機フッ素化合

物群の包括的海洋測定法の開発及び国際

精度管理試験によるトレーサビリティ研

究 

［研究代表者］谷保 佐知（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 温暖化問題・オゾン層破壊・越境汚染など地球環境問

題の焦点となることが多い残留性有機フッ素化合物群

（PFCs）について全球挙動を理解するための海洋化学

的な統一概念を構築する。具体的には、炭素鎖長や修飾

基により様々な物理化学的特性を有する PFCs につい

て、「水溶性」・「揮発性」の有機フッ素化合物の大気・

海水間挙動・環境内構造変換も含めた環境動態を全球的

に明らかにする。特に従来は生物濃縮・環境汚染化学的

アプローチがほとんどであった有害化合物研究を、放射

性・元素トレーサーも用いた伝統的な海洋化学的視点か

ら展開・検証することで、地球化学と環境汚染化学の垣

根をとりはらった高度に学際的な知見の蓄積を目指す。 

 本年度は、外洋大気中に存在する揮発性 PFCs の高

感度分析法の開発を「大気試料低温捕集装置」試作品を

用いて行った。昨年度開発した試作器一号を近海の調査

航海で使用したところ冷却性能が十分でないことが判明

した。これを改善した試作器2号を開発し KH-12-04お

よび MR12-05の調査航海で検証実験を行った。その結

果、従来多くのサンプラーで使用されているガラス製捕

集装置では PFCs が不可逆的に吸着される事が判明し、

試料接触部にプラスチック素材を用いた捕集装置により

大きく改善される事を発見した。現在開発中の試作品3

号機を来年度の調査航海で検証し、世界初の外洋大気中

水溶性 PFASs の測定を試みる。また、国外研究者と共

同で外洋海水試料中 PFCs について共同分析を行い、

現状で最も分析が困難な外洋環境試料についてどのよう

な精度管理要件を満たせば分析値の相互比較が可能にな

るかについて検証しており、昨年度までに確立したドイ

ツ、米国、中国に加え、韓国研究者との共同研究体制の

確立に成功した。次年度韓国で開催されるダイオキシン

国際会議の特別セッションのチェアとして招待されてお

り、ここで本研究成果を国際的にアピールする事で地球

規模モニタリング標準調査手法として国際的コンセンサ

スを取ることが可能と考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］残留性有機フッ素化合物、PFOS、トレ

ーサー 

 

［研 究 題 目］フィードバックパラメタリゼーションを

用いた詳細なダウンスケールモデルの開

発と都市暑熱環境・集中豪雨適応策への

応用 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、保刈 和也、亀卦川 幸浩、 

井原 智彦（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 将来の地球温暖化時に起きることが懸念されている都

市のさらなる高温化とその健康への影響を評価するため、

都市域の将来の温熱環境を詳細に予測できるモデルの開

発と、その基礎データとなる社会調査を行っている。今

年度は東工大で実施した東東京都内の86の街区について、

都市建物の谷間であるキャノピーにおける渦のスケール

長が地上からの高さに対してどのような関係を持つかを

調べた。その結果を用いて500m 四方程度の領域の建坪

率の高度変化、ビル幅、ビル間隔をパラメータとしたモ

デル化を行った。このモデルに基づき、名古屋気象台周
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辺と、多治見市 AMeDAS 局周辺について2012年8月17

日～24日の気温変化の計算を実施した。改良したモデル

では、最高気温が上昇し、最低気温が下降する結果とな

り、従来のモデルより気温の再現性がよくなった。これ

は新しいモデルでは都市キャノピーの下部ではスケール

長が小さく、上部境界付近では大きくなったことに起因

する。 

 昨年度に引き続き、名古屋都市圏における都市の気象

と人間健康との関係を定量化するために、インターネッ

ト調査会社のモニターを対象に自記式質問票を用いた社

会調査を実施した。調査期間は2012年7月31日～8月16日

のうち連続する火曜日・水曜日・木曜日の3日、計9日間

として、週末影響を除外するようにした。基礎的な健康

状態の質問項目には、睡眠にピッツバーグ睡眠質問票、

疲労にチャルダーの疲労尺度（Chalder Fatigue Scale, 
CF）を採用し、毎日の健康状態の質問項目には、睡眠

に毎日の睡眠質問票、疲労にチャルダーの疲労尺度と視

覚的アナログ尺度を採用した。解析の結果、気温・

WBGT が上昇するにつれ、CF 総合得点の平均点が上

昇することが判明した。また、昨年度同様、睡眠や暑熱

に関する自覚症状と気温との関係も評価した。結果は昨

年度とほぼ同様であり、既往研究で解析されている東京

都区部や大阪市とほぼ同様の傾向を示すことが分かった。

少なくとも東京・名古屋・大阪では、気温と暑熱障害の

関係は大きくは変化しないと推測された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］気候変動適応評価、都市温熱環境モデル、

健康影響評価 

 

［研 究 題 目］大気環境物質のためのシームレス同化シ

ステム構築とその応用 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、二酸化炭素の発生源解析モデルとして東

大大気海洋研で開発された NICAM と産総研で開発し

た AIST-MM を結合して、観測される二酸化炭素濃度

から逆問題解法を用いて都市域を含む人為起源および自

然起源の二酸化炭素の排出・吸収量を推定する。観測デ

ータとしては、温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT（い

ぶき）によるカラム炭素濃度および航空機観測による二

酸化炭素濃度データベース（CONTRAIL）を使用する。

今年度は AIST-MM による長期積分が可能なように境

界条件となる気象条件データとパラメータを整備した。

AIST-MM には人為起源の二酸化炭素発生量データが組

み込まれているが、生態系による二酸化炭素の吸収・放

出については簡略化されたモデルしか組み込まれていな

い。このため、米国で開発され、生態系による二酸化炭

素の吸収・放出も計算可能である NCAR-LSM を参考

として、中部日本の気候条件を用いて陸域自然起源の二

酸化炭素発生・吸収量を計算できるようにした。ここで

はまず手始めとして、中央日本域で収集可能なデータに

基づいて光合成による二酸化炭素ガス交換を計算するこ

とを試みた。落葉広葉樹を対象とし、関東地方の9月の

晴天日の1日を対象として計算を行ったところ、光合成

量は日出とともに増加するが、その効率がある程度のと

ころからそれ以上は上昇しない状況が再現された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素吸・発生源解析、AIST-MM、 

NCAR-LSM 
 

［研 究 題 目］常時補正制御型マイクロ NC 旋盤による

微細長尺加工技術の開発 

［研究代表者］碓井 雄一 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］碓井 雄一、渡辺 正博 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来はいくつかの部品を組み合わせて作っていた複雑

形状微細長尺部品を NC 旋盤で一体加工して、部品の

高精度化・低コスト化を目指している。このために、切

削加工中の現象を解明して加工精度を向上させるための

切削工具の開発と切削条件の探索、切削点に CCD カメ

ラを取付けて測定座標値と加工目標値の誤差を検知して

目標位置を常時補正することが可能なマイクロ NC 旋

盤の開発を行っている。 

 今年度は、チタン合金材の高精度加工を目標に、加工

によって発生する残留応力による変形を防ぐために、切

削条件および素材の熱処理条件の影響を検討した。素材

を線材にしたのちに溶体析出硬化処理を行うことで、目

標とする5µm/10mm の加工精度が実現できた。また、

マイクロ NC 旋盤が常時補正モードに入る時の加工能

率低下を防ぐため、制御切り替え方式の検討を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］微細径軸、旋削加工、加工精度 

 
［研 究 題 目］加工最適化機能を有する CFRP 

（CFRTP）高精度加工システムの開発 

［研究代表者］碓井 雄一 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］碓井 雄一、岡根 利光、尾崎 浩一、

渡辺 正博（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 CFRP（炭素繊維強化プラスチック）は、炭素繊維を

マトリックス樹脂により保持した複合材料であり、軽量

・高剛性・高強度という特性を活かして、航空機や自動

車の分野で金属材料との代替が進められている。しかし

CFRP を機械加工するときに加工工具が著しく摩耗す

るとともに、局部的な切削温度上昇に伴う加工面の損傷

や切削力による層間剥離などが起こって、機械加工が極
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めて困難である。 

 本研究では、CFRP の高能率・高精度加工を実現す

るために、素材の材料特性及び加工特性を見直し、材料

特性に合った加工システム、加工条件の開発を目指して

いる。今年度は、種々の切刃形状の工具による二次元切

削実験により、炭素繊維破断のメカニズムを求めるとと

もに、研削による穴加工実験によって、層間剥離の発生

要因解明とその対策を行い、欠陥発生の少ない加工方法

を提示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］CFRP、切削加工、研削加工、加工品質 

 

［研 究 題 目］半導体製造装置用クランプ式超音波流量

計の開発 

［研究代表者］佐藤 治道 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］佐藤 治道、明渡 純（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元実装は研磨、洗浄、レジスト塗布工程が何度も

繰り返されるため、これら薬液の精密流量制御が重要な

課題である。一方、半導体製造装置には多くの流量計が

用いられているが、研磨工程における研磨剤供給、洗浄

工程における洗浄液生成、フォトリソ工程におけるフォ

トリソ液塗布などでの精密流量制御に用いられる流量計

が存在しない。そこで、新型流量計を開発し、実装技術

の小型・高密度集積化、低コスト化を図ることを目指し

ている。 

 本事業の特定研究開発等計画では、非接触、後付け

（クランプ式）、高精度（誤差±1%）の流量計を開発す

ることを最終目的としている。本年度は、ガイド波を活

用した非クランプ式流量計の設計・一次試作を行い、小

型演算回路の開発、電磁ノイズ試験及び温度試験の実施

などを行うことを目的とした。 

 パイプを伝搬するガイド波の解析やシミュレーション

（固体－液体 FEM 等）を行い、流量計の設計を行うの

に必要な情報（周波数、超音波送受信子の材質、取り付

け角度、界面の材質、軸方向の長さ、温度の影響等）を

得た。さらに、インピーダンス・アナライザ等を用いて

超音波送受信子に利用する圧電素子の特性評価と選定を

行うとともに、超音波送受信機や任意波形発生装置等を

用いて、基礎実験および最適な駆動波形の探索を行った。

さらに、実際に水を流してセンサーの基本特性を調べた。 

 また、共同研究先の株式会社琉 SOK とクランプ式超

音波流量計のプロトタイプを作製し、SEMICON 
JAPAN2012に出品した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、流量計、ガイド波 

 

［研 究 題 目］プロサポシンまたはサポシン B による

ファブリー病に対する酵素増強薬の開発  

［研究代表者］千葉 靖典（生物プロセス研究部門）  

［研究担当者］千葉 靖典、渡邉 徹 

（常勤職員1名、他1名）  

［研 究 内 容］  

 遺伝性難病である幾つかのリソソーム病に対して、疾

患責任酵素を遺伝子工学で産生し、その組み換え酵素を

血管内に投与する酵素補充療法が導入された。しかし、

酵素製剤の血中での不安定性、ターゲット臓器への取り

込みの低さ、繰り返し投与によるアレルギー性有害副反

応の発生や治療効果の減弱などが大きな問題となってい

る。 

 本プロジェクトでは、明治薬科大学の櫻庭均教授を代

表研究者とし、分子設計により、従来の治療薬酵素より

も安定で、細胞内取り込みに優れ、アレルギー反応を起

こし難い新規リソソーム病治療用酵素を開発する目的で

研究を行なっている。 

 研究担当者らは分担課題において、リソソーム病の中

で最も発生頻度が高いファブリー病に対して、その疾患

責任酵素であるα－ガラクトシダーゼ（GLA）の活性

化因子であるプロサポシンを CHO 細胞または酵母細胞

において大量発現し、精製法を確立することを目的とし

ている。ヒトのプロサポシンおよびサポシン B の発現

系に関して比較し、サポシン B を生産対象として選択

した。大量調製のため、サポシン B 遺伝子を導入した

酵母細胞の培養液から計9mg の精製サポシン B を精製

した。糖鎖付加サポシン B は N-型糖鎖のみを有し、抗

原性がある酵母 O-型糖鎖は検出されなかった。また

N-型糖鎖の95%以上はマンノース-6-リン酸型糖鎖であ

った。糖鎖付加サポシン B は3mg/ml の濃度で培養細胞

内に効率よく取り込まれたが、糖鎖が付加していないサ

ポシン B は20mg/ml と高濃度にしても細胞内への取り

込みは確認できなかった。従って細胞への取り込みには

サポシン B に付加した糖鎖が不可欠であることが確認

された。 

［分 野 名］ライフサイエンス    

［キーワード］ファブリー病、プロサポシン、酵素補充

療法 

 

［研 究 題 目］微細バンプ形成用ナノパーティクルデポ

ジション装置および微細バンプ接続応用

技術の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

仲川 博、根本 俊介 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目 標 
 3次元 LSI デバイス積層実装技術は、LSI デバイスの

シリコン基板内表面から裏面に貫通する電極（シリコン
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貫通電極）を形成したものを複数用意して、それらを微

細金属バンプ接続により縦方向に積層して高度な電子シ

ステムを実現する技術である。微細金属バンプ接続によ

る実装工程における課題は低温化及び低加圧化であり、

これを実現するために最適なバンプの形状・特性等（概

ね10µm 以下のサイズで円錐・角錐形状）を探り出し、

その評価を行い、量産化のため高精度・高信頼性・安価

に製造することのできるバンプ製造装置とバンプ実装応

用技術を株式会社みくに工業と共同で開発する。 

 平成24年度は、微細円錐バンプ形成プロセスの高信頼

化に向けて、ナノパーティクルデポジション工程の最適

化を図り、バンプ高さのばらつき低減を試みた。その結

果、ステージ速度を最適化することで、バンプ高さのば

らつき量を目標値の±5%（3σ）以内とすることができ

た。また、アルゴンプラズマクリーニングによる円錐バ

ンプの表面清浄化により、微細バンプ接続プロセスを、

目標の200℃以下まで低温化できた。更に、バンプ接続

プロセス条件（具体的には、(1)印加荷重と(2)温度に対

する円錐バンプの変形量）のデータベースを構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、微細バンプ、ナノ粒子 

 

［研 究 題 目］ミニマル3次元積層 LSI デバイス製造フ

ァブに対応したデバイス検査装置の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

菊地 克弥、原 史朗、井川 登 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 3次元積層 LSI では、複数の良品 LSI チップをシリコ

ン基板貫通電極と微細バンプを用いて積層させるため、

従来の LSI に比べてシステム性能向上と消費電力低減

が可能であり、ミニマルファブ方式（小型0.5インチ

（=10mm 角）基板と居所クリーン化技術を核とした多

品種・少量生産方式）による3次元積層 LSI/デバイスの

開発・製造ライン構築が期待されている。本研究では、

ミニマルファブ方式での3次元積層 LSI/デバイス製造ラ

インの構築に必須となるデバイス検査装置を STK テク

ノロジー株式会社と共同で開発する。 

 平成24年度は、ミニマル3次元積層 LSI デバイス製造

ファブに対応したデバイス検査装置プローブ部の試作と

基本特性評価を行った。プローブ部は、(1) 50µm ピッ

チの薄膜電極つきチップ、(2) 20µm ピッチのシリコン

貫通電極つき3次元積層チップ、(3) フラッシュメモリ

チップに対応するものを試作し、歩留まり良く作製する

ことができた。また、プローブ部の基本特性評価を行っ

た結果、プローブ部と電極間の接触抵抗が小さいことを

確認できた。また、ミニマル3次元積層 LSI デバイス製

造ラインに対応したデバイス検査装置の統合化モデルの

設計及び試作を実施し、自動で検査動作できることを確

認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、検査、プローブ 

 

［研 究 題 目］海底の地震性堆積物を用いた地震発生間

隔の研究 

［研究代表者］池原 研（地質情報研究部門） 

［研究担当者］池原 研、荒井 晃作、佐藤 智之、 

天野 敦子、田村 亨、宇佐見 和子 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 東北地方太平洋沖の海域において海底堆積物を採取し、

2011年東北地方太平洋沖地震による海底の変動に伴って

形成された堆積層の特徴を把握し、海底堆積物コア中の

斜面崩壊堆積物の認定とその堆積年代の決定から、2011

年以前の地震発生履歴の検討を行うことが本研究の目的

である。この目的のため、海洋研究開発機構の「みら

い」による MR12-E01航海とドイツの調査船「ゾン

ネ」による SO219A 航海により震源域近傍の日本海溝

底から採取されたコア試料の解析を進めた。結果として、

3枚の厚いタービダイト層を確認した。このうちの最上

部のものは2011年の地震によるものであり、さらに2つ

の過去の地震イベントが識別できた。年代測定と挟在す

る火山灰の分析結果から、この過去のイベント堆積物は

いずれも完新世のものであり、仙台平野や石巻平野の遡

上型津波堆積物のイベント層序と類似していることがわ

かった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底堆積物、地震性堆積物、2011年東北

地方太平洋沖地震、タービダイト、日本

海溝、古地震 

 

［研 究 題 目］東北地方太平洋沖で発生する地震・津波

の調査観測 

［研究代表者］宍倉 正展 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］宍倉 正展、藤原 治、澤井 祐紀、 

行谷 佑一、田村 亨（地質情報研究部

門）、谷川 晃一朗 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年東北地方太平洋沖地震は、我が国の観測史上最

大の規模で、これまで捉えられたことのない様々な現象

が観測された。本プロジェクトは、それらの現象をより

詳細に把握して検証することと、2011年の断層より北と

南の、まだ破壊されていない領域について、そのポテン

シャルを評価することを目的としている。産総研では

「沿岸の地質調査に基づく地震・津波発生履歴に関する

研究」というテーマで、下北半島太平洋岸（青森県東通
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村および六ヶ所村）と房総半島太平洋岸（千葉県いすみ

市）において津波堆積物調査を実施した。下北半島では

6地点でボーリング掘削、房総半島では13地点で簡易ボ

ーリング掘削をそれぞれ行い、過去の津波痕跡の可能性

のある堆積物を検出した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］2011年東北地方太平洋沖地震、下北半島、

房総半島、津波、津波堆積物 

 

［研 究 題 目］「光コムを用いた空間絶対位置超精密計

測装置の開発」の一部「大気揺らぎ補正

法の開発」 

［研究代表者］美濃島 薫（計測標準研究部門） 

［研究担当者］美濃島 薫、寺田 聡一、高橋真由美、 

Wu Guanhao（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

開発したエルビウムドープ・モードロックファイバレ

ーザによる基本波（中心波長1.56 µm）と、その第2高

調波（中心波長780 nm）の光源を用い、伝搬長61 m
の2波長ビーム伝搬系を構築した。伝搬後の光強度を検

出し、変動の影響を評価した。光学系の機械的安定性や

環境変動の影響を評価し、安定性を向上させた。 

次に、長距離化した2波長における各々のパルス間干

渉計において、光強度を光学フィルタによって変化させ、

光強度変動の干渉位相変動への影響を評価し、開発した

ヘテロダイン干渉計は、強度を測定する従来型のホモダ

イン干渉計に比べて、光強度変動の影響が大幅に低減化

され、安定性の大幅な改善が実現されていることを確認

した。 

さらに、実際に、61 m 伝搬光路における干渉計測に

適用した。まず、空気屈折率揺らぎの影響の少ない短時

間の安定性を評価したところ、2色の干渉位相差として

高精度の距離計測分解能1.3×0-11が得られた。次に、連

続10時間の測定を行い、環境変動の影響を評価した。干

渉計測と同時に気温、気圧、湿度の環境パラメータを独

立にセンサによって測定し、空気屈折率経験式との比較

を行った。その結果、2色の光学距離差の長期変動にお

いて、測定値と計算値は3.8×10-11という超高精度で一

致した。最後にこれらの結果を2色法に適用し、空気屈

折率変動の自己補正原理を実証した。その結果、連続10

時間の環境変動補正において、精度1.4×10-8（0.014 

ppm）という空気屈折率経験式を上回る世界最高精度

を実現し、目標を大きく上回る成果が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光コム、光周波数コム、ファイバレーザ、

空気揺らぎ、長さ計測 

 

［研 究 題 目］低温光共振器を用いた超高安定光源の開

発 

［研究代表者］池上 健（計測標準研究部門） 

［研究担当者］池上 健、渡部 謙一、稲場 肇、 

洪 鋒雷（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研の高安定発振器と光周波数コムを用いて、東大

で開発される超高安定光源の評価を行うために今年度は

下記を行った。 

 装置の運搬や連続運転を可能とするために、低温サフ

ァイア発振器のクライオスタットを改造し、冷凍機によ

りサファイア結晶を冷却可能な構造とした。液体ヘリウ

ムで冷却された低温サファイア発振器を基準として、冷

凍機で7 K まで冷却され10.8 GHz で発振する低温サフ

ァイア発振器の周波数安定度の評価を行い、平均時間で

2×10-15のアラン偏差を得た。 

 産総研の高安定1064 nm レーザに位相同期され狭窄

化された高速制御型ファイバコムを用いて、波長1396 

nm のモードクリーナーに周波数安定化されたプリ安定

化レーザの評価を行い、0.1秒～10秒の平均時間で（3～

7）×10-12の周波数安定度、また数 kHz のスペクトル線

幅を確認することができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］低温サファイア発振器、光コム、高安定

発振器、周波数安定化レーザ 

 
［研 究 題 目］制御ソフトウェアの高度化による産業用

超高安定度電圧標準装置の開発 

［研究代表者］鈴木 英一（情報通信エレクトロニクス

分野研究企画室） 
［研究担当者］神代 暁、佐々木 仁、山森 弘毅、 

金子 晋久、丸山 道隆、大崎 人士 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 絶対温度12K で動作するジョセフソン電圧発生素子

と小型機械式冷凍機による小型化・低廉化と、組込みソ

フトウエアによる操作の簡略化・自動化を図ることによ

り、国立研究所の専門家だけでなく、一般の校正業者も

扱うことのできる電圧標準器を開発する。これにより、

海外製ツェナーダイオードに席巻されている市場に、高

精度・定期校正不要・国産の二次電圧標準器の供給を目

指す。本研究における産総研の分担課題は、(1) 組込み

ソフトウエアの高度化、(2) ジョセフソン素子作製技術

の開発、(3) 装置安定性・操作性の評価である。2012年

度は、完成した直流電圧標準器を、長野県工業技術総合

センター、日本電気計器検定所、大手計測器メーカに順

次貸出し、安定度や使い勝手を評価した。(1)において、

巡回評価試験の結果に基づいて信頼性・操作性向上のた

めの改良を実施すると共に、直流－交流変換モジュール

用プログラムを新たに開発した。また、モデル検査を本

体用組込みソフトウェアに適用し、各種障害の自動検出

と復旧動作についての仕様及び設計の検証を行った。

(2)において、素子歩留の制限要因であった素子基板上
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への付着パーティクル数の低減法を突き止め、動作余裕

度の広いチップの安定した作製を可能にした。また、ジ

ョセフソン素子チップの安定供給のため、完成チップに

関する抜き取り試験を行い、温度12±0.5K、マイクロ

波電力200±30mW の範囲で、約1mA 程度の電流マージ

ンを示したチップを10個以上選別し、未測定のチップに

も100個以上の良チップが存在する見通しを得た。(3)に

おいて、出力安定度の評価を行い、ジョセフソン電圧で

校正された電圧増倍回路の10V 出力が、本プロジェクト

の目標に照らして十分なノイズレベルを有することがわ

かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、計測・計

量標準 
［キーワード］組込みソフトウエア、超伝導、ジョセフ

ソン素子、電圧標準、機械式冷凍機 
 

［研 究 題 目］アジア低炭素社会の構築に向けた緩和技

術のコベネフィット研究 

［研究代表者］村田 晃伸（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］村田 晃伸、野村 昇、西尾 匡弘、 

遠藤 栄一、梁 建国 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

現行のクリーン開発メカニズム（CDM）は二酸化炭

素の排出低減に対象を限っており、大気汚染の改善など

のローカルな環境に対する改善効果は評価の範囲外に置

かれている。本研究は、ローカルな環境改善効果（コベ

ネフィット）を経済的に価値付けする手法であるコベネ

フィット分析に取り組み、アジア地域における緩和技術

のローカル環境改善効果と、CDM などのオフセット・

メカニズムを通じた緩和技術の普及に対するコベネフィ

ットの影響を明らかにすることを目標としている。 

(1) 緩和技術に関わる社会的認識についての調査・分析 

 前年度までに実施した北京と山西省農村部に続き、

平成24年度は山西省都市部おいて300件の社会調査を

実施した。調査は、大気汚染による健康被害の経済価

値評価のための設問を中心として構成した。シナリオ

及び吸入器購入コストを提示して得られた回答から、

10年後の生存率増加シナリオに対する支払意志額がロ

ジスティック分布に従っているとして、モデルを最尤

法で当てはめパラメータを推定した。北京の調査デー

タから推定された、説明変数を含まないモデルでの支

払意志額の中央値は1、300元程度で、日本円に直すと

15～16万円となった。世帯所得を説明変数に導入する

と、所得が高い世帯に属する回答者は支払意志がより

強いという傾向が検出された。その他、学歴や生活習

慣と支払意志額の関係を分析した。 

(2) 新オフセット・メカニズムにおける緩和技術のコベ

ネフィットを考慮した技術的経済的評価 

 平成24年度は、過去2年度の試行を踏まえて調査票

を改善し、6都市（マニラ、デリー、重慶、北京、太

原、クアラルンプール）においてインターネット調査

による社会調査を実施した。サンプルは男女同比率、

20代～40代の各地点110程度のサンプル数である。平

成22-24年度において取得した社会調査データを用い、

限界支払い意思額を被説明変数とし、回答者や調査都

市の属性や調査方法などを説明変数とする関数形構築

を試行し、関数形から得られる推計値と実測値との比

較を行った。その結果、石炭使用量や自然保護区割合

等が有効な説明変数であることが判った。推計値と実

測値の差分の絶対値を実測値で除した誤差率は、全調

査都市4属性のうち9割程度が50%以内となった。また、

得られた限界支払い意思額をコベネフィット推定に適

用する方法を検討し、他のサブテーマにおけるコベネ

フィットの推定を可能とした。 

(3) アジア地域におけるコベネフィットを考慮した緩和

技術の導入分析 

 平成24年度には、中国およびインドを想定ホスト国

として、超々超臨界（USC）石炭火力発電、石炭ガ

ス化複合サイクル（IGCC）発電、天然ガス複合サイ

クル（CC）発電、二酸化炭素回収型（CCS）火力発

電等の先進的火力発電技術と、風力発電、太陽光発電、

バイオマス発電などの再生可能エネルギー発電および

原子力発電を事例とするケーススタディを実施した。

CDM において大気汚染物質排出削減のコベネフィッ

ト効果を考慮することにより、ほとんどのケースにお

いて、CDM の導入規模が拡大することが示された。

大気汚染物質排出削減のコベネフィットの効果は、再

生可能エネルギー発電の CDM よりも、先進的石炭火

力発電の CDM の場合に相対的に強く現れる。この傾

向は、ベースラインにおける平均火力発電効率が高く、

kWh あたり SOx、NOx の排出量が小さく、かつ

CER の価格が低い CDM の場合に、より顕著に認め

られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］クリーン開発メカニズム、アジア、コベ

ネフィット、社会調査、エネルギーシス

テム分析 

 
［研 究 題 目］標準コンダクタンスエレメントを用いた

基準微小ガス流量導入装置の開発 

［研究代表者］吉田 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］吉田 肇、新井 健太（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高真空・超高真空を測定する電離真空計や分圧真空計

は、これまで、適切な校正方法が無かったため、正しく

校正することが難しかった。近年、産総研では、ステン

レス製の多孔質焼結体からなる微小ガス流量導入素子

「標準コンダクタンスエレメント（SCE)」（特願2009-

197894）を開発した。SCE を用いることで実現する定



研 究 

(612) 

量化された再現性の良い気体流量は、真空計を“その

場”校正するための信頼性の高い基準と利用することが

できる。本研究では、SCE を用いて、ユーザ自らが、

任意の気体種について、既知の流量を真空装置に導入す

ることが可能で、かつ、操作に専門的な知識と習熟を必

要としない基準微小ガス流量導入装置を開発することを

目的としている。 

 今年度は、多孔質体の高度化・高信頼性化を行い、計

画を大幅に上回る6桁にわたるコンダクタンスを持つ多

孔質体に成功した。設計値通りのコンダクタンスを持つ

多孔質体を製作するため、製造の再現性評価を行い、歩

留まりが初期の30%から60%まで向上できることを確認

した。15種類の気体を使っても安定に導入できること、

及び、水蒸気を18時間連続導入しても、影響はないこと

を確認した。 

また、標準コンダクタンスエレメントを組み込んだ基

準微小ガス流量導入装置の開発として、装置の設計を行

い、製品の試作を開始した。漏れ試験と材料評価分野に

おいて、既存技術と比較実験を行い、優位性を確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］真空、計測、高真空、超高真空、分圧、

ガス放出、リーク、校正 

 

［研 究 題 目］先端計測分析機器用共通ソフトウェアプ

ラットフォームの開発 

［研究代表者］林田 美咲（計測標準研究部門） 

［研究担当者］林田 美咲（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は、最先端の計測分析機器を開発する際に、そ

のソフトウェアの開発効率を高めるとともに、開発した

ソフトウェアの資産化を容易にするための共通プラット

フォームの開発を目的としている。本機関は、透過型電

子顕微鏡（TEM）に関して機種やメーカーの違いを吸

収し、開発者あるいはユーザが行いたい電子顕微鏡の制

御を行えるプラットフォームの開発を担当している。 

 その開発には、現在機器開発の現場において欧米で広

く使われている Labview を用いた。具体的には、既存

のコンピューター制御の入っていない TEM において、

その制御をすべてプラットフォーム上から行えるように

ソフトウェアの開発を行った。また、既存のコンピュー

ターによる制御が行われている TEM に対しても並行し

て制御ソフトウェアの開発を行い、これら両方の TEM
において共通して用いる事が出来る市販ソフトベースの

TEM 用プラットフォームを大阪大学及び松浦電弘社と

共同で開発した。24年度は、開発したプラットフォーム

を異機種へ展開し、動作確認を行なった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］透過型電子顕微鏡、ソフトウェア、プラ

ットフォーム 

 

［研 究 題 目］わが国周辺のサンゴ種の成長への水温と

海洋酸性化の影響 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、中島 礼、佐藤 瑞穂、 

吉永 弓子（常勤職員2名、他2名） 
［研 究 内 容］ 

人為的な二酸化炭素排出量の増加は大気二酸化炭素濃

度の上昇を通して、地球温暖化と海洋酸性化を同時進行

させている。海洋生物は、温暖化のみならず海洋酸性化

の影響も受け得るため、同時進行を踏まえてその複合影

響評価が必要である。日本周辺は世界のサンゴ礁分布の

北限域となっており、数値モデルとアラレ石の飽和度の

データから、今後の日本周辺のサンゴの分布可能域は、

水温上昇によって高緯度側へ北上する速度よりも、海洋

酸性化により低緯度側へ縮小する速度の方が大きくなる

ことが予測されている。そこで、本研究課題では、日本

周辺域の北限域サンゴとして代表的なキクメイシモドキ

と、北上種を含む数種のサンゴについて、海水の二酸化

炭素分圧および水温を調整した水槽からの掛け流し配水

による長期室内飼育実験を実施した。サンゴの石灰化量

は水中重量法によって評価した。さらに長期飼育が確立

されたエンタクミドリイシについて、現在の二酸化炭素

分圧条件下で、多段階に水温設定した飼育実験により、

サンゴの石灰化と成長が受ける水温影響を評価した。こ

れまでに、アラレ石の飽和度がサンゴの骨格成長に与え

る影響についての飼育実験手法による検討例は、主に熱

帯性のサンゴを対象として多いが、日本周辺の温帯性サ

ンゴに着目した研究は本研究が初めてである。今回、北

上種の一種、エンタクミドリイシについて、その成長速

度の炭酸塩飽和度への感受性が高いことが示唆された。

今回得られた知見は、今後の温帯性サンゴ動態の将来予

測の高度化に寄与することが期待される。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］サンゴ、海洋酸性化、骨格、pH、スト

レス 

 

［研 究 題 目］形式的仕様記述を用いた高信頼ソフトウ

ェア開発プロセスの研究とツール開発 

［研究代表者］水口 大知（知能システム研究部門） 

［研究担当者］水口 大知（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

■研究内容および目的 

 TCP/IP プロトコルスタック上で動作するミドルウェ

アを対象に B メソッドを用いた開発を行う。ISO/IEC 
15408にて形式的（準形式を含む）な表現・証明が要求

されている箇所において、EAL6の認証取得が可能なレ

ベルで形式手法の適用を行う。また、形式的な表現・証

明に関連する要求のみを対象として認証取得が可能か評

価を実施する。これにより、B メソッドを活用した

EAL6/7認証における形式手法関連要件への対応方法を
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確立する。 

■成果概要 

B メソッドを用いて開発した3つの設計文書 

・セキュリティ方針モデル（SPM） 

・形式的機能仕様モデル（FDS） 

・形式的設計モデル（TDS） 

に対して、前年度レビュー時の指摘事項を解決するため

の修正を施し、再度第三者によるレビューを実施した。

その結果、ISO/IEC 15408における形式手法関連要件へ

の規格適合方針が全て適切であるという評価を得ること

ができた。これまでの「組込み用暗号化通信ミドルウェ

ア」の開発を通して、ISO/IEC 15408認証における形式

手法関連要件に準拠できる B メソッド適用開発手法を

確立することができた。 

 今後の課題として、自然言語仕様と形式記述仕様との

間のトレーサビリティを管理し、形式的な記述ができな

い仕様も含めて網羅的な確認が可能な開発手法の確立す

る必要がある。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］形式手法、フォーマルメソッド、組込み

ソフトウェア、不具合防止、B メソッド、

形式仕様記述 

 

［研 究 題 目］剥離型フレキシブル用 CIGS 太陽電池の

検討（その2） 

［研究代表者］柴田 肇 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］柴田 肇、石塚 尚吾、仁木 栄 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の宇宙用太陽電池として、放射線耐性が高く、

また薄膜太陽電池の中で変換効率の高い CIGS 太陽電

池が注目されている。特に、CIGS 太陽電池はいくつか

のフレキシブルタイプが開発されており、その特長を生

かして、太陽電池パネルのさらなる軽量化が可能となる。

近年、ソーラセイル衛星などの新たなタイプの宇宙機に

おいては、太陽電池がフレキシブルであることが必須で

あり、フレキシブル CIGS 太陽電池が強く望まれてい

る。そこで、リフトオフ技術を用いた、CIGS 太陽電池

モジュールのフレキシブル化を目指して、モジュール化

に向けた製膜、スクライブおよびリフトオフと各プロセ

ス技術を検討した。 

 CIGS 太陽電池は、高い変換効率や，耐宇宙環境耐性

が高いことから、将来の宇宙用太陽電池として注目され

ている。本研究は、この太陽電池のさらなる軽量および

高効率化のため、従来の軽量フレキシブル基板タイプで

はなく、リフトオフ技術を用いた新たな CIGS 太陽電

池モジュールを開発している。本年度は、これまでの小

面積タイプで培った技術を基盤とし、モジュール化のた

めの製膜及びスクライブ技術について検討した。 

 その結果、リフトオフのための剥離層を含む CIGS
太陽電池モジュール（サイズは3cm×3cm）の作製に成

功し、その電気性能を測定することができた。しかし，

その後の薄膜・フレキシブルのためのリフトオフプロセ

スにおいて、太陽電池層が損傷し、電気性能を測定でき

るサンプルを作製することができなかった。これより、

リフトオフを容易に行うための製膜条件の最適化（例え

ば，剥離層の厚膜化）を行うことが、今後のプロセス検

討において重要課題と考える。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、宇宙開発、宇宙用太陽電池 

 

［研 究 題 目］高特性亜鉛新合金により製品実現する高

効率生産可能な鋳造機と解析技術の開発 

［研究代表者］岡根 利光 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］岡根 利光、菖蒲 一久（生産計測技術

研究センター）（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 亜鉛合金ダイカストは安価で精密な部品を大量に生産

でき、近年、自動車企業、モバイル機器企業等からその

強度特性の向上を強く求められている。撹拌による亜鉛

合金組成の均一な制御、高温連続鋳造が可能な鋳造装置

を試作・開発し、高特性亜鉛新合金の製品を実現する技

術の確立を目的とする。 

 亜鉛合金の既存規格品に合金添加等によって改良を加

えた材料の熱特性評価、凝固過程の組織観察を行い、凝

固組織形成プロセスを検討した。これらの結果から、亜

鉛合金の既存規格品の基本組成に対して、合金添加した

高強度亜鉛合金における添加元素の組織に及ぼす影響を

検討した。 

 新合金の機械的・物理的性質を十分見極め、性能評価

を正確に行うために、新合金の各種物性評価試験、材料

組織観察及び衝撃試験を実施し、組織と試験結果から得

られる特性の関連から有効な組成を検討した。 

 高周波誘導による電磁撹拌効果で新亜鉛合金組成を均

一に制御し、高温連続鋳造が可能な鋳造装置を試作・開

発し、高特性亜鉛新合金の製品実現する技術の確立を目

的として、亜鉛合金の材料組成・混合条件の適正化を行

った。合金溶液とチャンバー材料の主に基本成分（Zn、
Al、Fe 等）に関する熱力学データベースを構築すると

ともに、相互の反応性を検討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］亜鉛合金、ダイカスト、高強度、組織制

御、凝固 

 
［研 究 題 目］放射能環境標準物質の開発 

［研究代表者］三浦 勉（計測標準研究部門） 

［研究担当者］三浦 勉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 本課題は、東京電力福島第一原子力発電所事故にとも

ない多数実施されている放射能分析の信頼性向上に欠か

せない土壌、食品等の環境・食品試料の組成を持つ標準

物質の開発技術の確立を目的としている。産業技術総合

研究所は環境放射能分析用標準物質で重要なβ線放出核

種、α線放出核種の従来法より簡易で信頼性の高い分析

法の開発を担当している。開発対象の核種はβ線放出核

種では Sr-90を、α線放出核種としては Pu 同位体であ

る。これらの核種は134Cs、137Cs とは異なり壊変γ線を

検出手段とすることはできないので、化学分離後にβ線、

α線を測定する必要がある。そのため、Sr、Pu 化学分

離法の開発とβ線、α線の測定技術が開発項目である。 

 新規分析法の開発には最近、普及が進んできたクラウ

ンエーテル等の環状化合物や高分子量アミン等の液状イ

オン交換体を担持した樹脂や微細なイオン交換樹脂を用

いた分離材を活用し、目的元素の吸着挙動を詳細に検討

したうえで、新規分析法を開発する。また測定技術とし

ては測定試料の調製が容易な液体シンチレーション法を

選択した。 

 24年度は、α線、β線の絶対測定が原理的に可能な

TDCR（Triple to double count ratio）法を装備した液

体シンチレーションカウンター（HIDEX 300SL）を導

入し、天然放射性核種87Rb（T1/2=4.923×1010年）を用

いて TDCR 法の実用性を検証した。 

 開発グループ全体の成果としては、134Cs、137Cs 放射

能濃度を認証した3品目の環境組成型の放射能分析用認

証標準物質（玄米、牛肉、大豆粉末）を開発した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］環境放射能、β線放出核種、α線放出核

種、標準物質 

 

［研 究 題 目］産業用移動機械向けに低価格で実現する

高精度マシン制御システムの開発 

［研究代表者］小谷内 範穗（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小谷内 範穗（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 道路工事の自動化・情報化や屋外作業ロボットに必要

となる高精度位置検出センサには現在2周波 RTK-GPS
装置が用いられているが、高価格が普及の妨げになって

いる。そこで「産業用移動機械向けに低価格で実現する

高精度マシン制御システムの開発」では1周波 RTK-
GPS 装置、モーションセンサ、工事情報サーバーなど

を使った低価格普及型センサシステムを開発することを

目標としている。 

 産総研では、これまでの2周波 RTK-GPS の情報処理

と屋外建設機械の自律化の研究の実績を活かして、「モ

ーションセンサによる1周波 RTK-GPS 情報の補間アル

ゴリズムの開発」および「移動局モーションセンサの開

発」の一部を担当している。 

 平成24年度は、平成23年度に開発した2周波 RTK-

GPS 情報と IMU（慣性航法センサユニット）情報の補

間アルゴリズムのプログラム改良を行った。GPS によ

る位置・方位の計測頻度が10Hz と低いので、建設機械

の制御に用いることができる約50Hz の位置・方位の情

報に外挿補間して求めるアルゴリズムを開発したが、方

位に関する不具合を確認し、修正した。GPS 情報と

IMU の姿勢情報を組み合わせて刃先の3次元位置情報を

リアルタイムで求めるアルゴリズムの開発環境を整える

ために一度取得した2つの情報を別の開始時刻にずらし

て相対的なタイミングを維持したまま再生できるシステ

ムを構築した。これによりバケットの位置・姿勢を3次

元グラフィクスで表示するプログラムのプロトタイプを

開発した。屋内環境用の IMU センサを屋外で使用しや

すいように防水カバーを作成して装着した。 

 移動局モーションセンサの開発に関しては、補間アル

ゴリズム実行に必要なセンサに関して情報交換を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］情報化施工、屋外作業ロボット、GPS、 

姿勢センサ 

 

［研 究 題 目］平面波基底法（QMAS）などを基軸にし

た磁気物性量の高精度計算手法の開発 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

希少元素を含まない高性能磁石の開発を目的とし、ネ

オジム磁石等の既存の希土類磁石の高性能化と新規磁石

の探索を行う。H24年度は、磁石材料の性能を決定づけ

る磁化と磁気異方性の第一原理計算手法の開発と整備を

行った。磁気異方性はスピンの方向を制御した相対論的

密度汎関数計算を行い、磁化の向きに対する全エネルギ

ー差として求めた。希土類系の LDA＋U 計算では自己

無撞着計算の収束に困難を生じるので、電荷混合法や初

期密度行列の設定を改良して収束性を改善した。

QMAS コードを用いて LDA＋U 法により典型的な希土

類磁石である SmCo5の計算を行った結果、磁気異方性

や軌道磁気モーメントが U の値に強く依存する結果が

得られた。状態密度にはフェルミ準位近傍に f 軌道成分

のピークが出現し、電子相関の取り扱いが重要であるこ

とが示唆され、その精密な取り扱いが今後の課題として

残った。一方、簡便な手法として結晶場係数や f 軌道に

対する open-core 機能の QMAS への実装に着手した。

次年度の早い時期に完成して複数の希土類磁石へ展開す

る予定である。非希土類磁石としては FePt, CoPt の磁

気異方性計算を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］計算科学、磁石材料 

 

［研 究 題 目］新規取得試料の微生物学的分析 

［研究代表者］坂田 将（地圏資源環境研究部門） 
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［研究担当者］吉岡 秀佳、片山 泰樹、坂田 将、 

棚橋 学（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム

（MH21）の研究の一部として、東部南海トラフ海底堆

積物中の微生物のメタン生成酸化活性と群集構造を調べ

ることにより、微生物のメタン生成能力を評価し、メタ

ンハイドレートの集積メカニズムの解明に貢献する。 
 本年度は、東部南海トラフにおける海洋産出試験事前

掘削において採取された MH 濃集帯コア堆積物試料に

ついて、14C-トレーサーを用いた培養実験によって酢酸

分解経路と炭素還元経路によるメタン生成速度を評価し

た。その結果、主なメタン生成経路は、炭酸還元経路で

あり、いずれの深度からもメタン生成活性が検出された。

水素や酢酸、メタノール等の基質を添加した培養実験に

おいてもメタンが生成され、多様なメタン生成菌が分布

していることが推察された。同じく採取された堆積物に

ついて、16S rRNA 遺伝子を用いた微生物の群集解析

を行った。その結果、バクテリア群集構造は、岩相や

SMI 深度、MH 濃集の有無と関連していることが分か

った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋ガスハイドレート、微生物、メタン

生成菌、メタン生成活性、遺伝子解析 

 

［研 究 題 目］高生体適合性(カスタムメイド)インプラ

ントの上市を目指した研究開発 

［研究代表者］岡崎 義光（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］岡崎 義光、有田 千成子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

整形外科分野のインプラントについては、医療現場に

おいて、「欧米の骨格構造に基づいて設計された海外製

品が主に使われ、日本人の骨格構造には必ずしも合わな

いため患者にとって身体的負担（骨を削る等）が大きい

こと」及び「生体毒性を含んだ工業用材料が転用される

など長期間の生体適合性が必ずしも十分ではない」とい

った課題が生じている。この課題を解決するために、チ

タン合金を用いた生体適合性が良好で患者の体型に最適

化したカスタムメイドインプラントの研究開発を実施し

た。カスタムメイドインプラントの上市のために、設

計・製造技術に加えて品質保証と量産体制の確立が必要

となるため、量産体制に必要な技術を検討した。また、

カスタムメイド髄内釘及び人工股関節ステムの耐久性試

験を実施した。カスタムメイドインプラント上市への第

1歩として、既承認品「ジョイアッププロキシマルフェ

モラルネイルシステム」を基本製品としたカスタム化の

範囲を決定した。 

さらに、高生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-4Ta 合金を低コ

ストで上市するため、Ta 量を最小量にした製造技術

（鍛造及び丸棒製造技術）を開発し、部材のミクロ組織

観察、機械的強度試験、疲労試験、耐食性評価試験を実

施した。高生体適合性部材の細胞毒性試験を実施したが、

生物学的安全性試験項目が2012年3月に追加されたため、

試験費用が増加することが懸念された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］整形インプラント、カスタム化、耐久性 

 

［研 究 題 目］平成24年度貿易投資円滑化支援事業

（実証事業・鉱物資源案件）における技

術改良試験に関する委託 

［研究代表者］田尾 博明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］田中 幹也、脇坂 昭弘、中里 哲也、

田崎 友衣子（環境管理技術研究部門）、

苑田 晃成、槇田 洋二（健康工学研究

部門）、多井 豊、大橋 文彦（サステ

ナブルマテリアル研究部門） 

（常勤職員9名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

 我が国が保有するリチウム回収技術をボリビア・ウユ

ニ塩湖かん水からのリチウム回収事業に適用し、将来の

事業化の際の最適プロセスを見いだすために、現場実証

試験の結果評価、改良型吸着剤の大量製造試験、脱着法

の改良・高度化試験を行い、以下の知見を得た。①現場

実証試験については既存吸着剤のボリビア現地での50回

繰り返し吸脱着試験を行い、耐久性、吸着容量、吸着剤

の結晶構造に変化は見られないと結論された。②改良型

吸着剤の大量製造試験については、安価な合成法である

固相反応法を用いて、大型の電気炉により改良吸着剤の

前駆体を100kg レベルで合成した。改良型吸着剤前駆体

は、既存吸着剤に比べて Mn の溶出が抑制され、Li 吸

着量は既存吸着剤と同等であることを見いだした。さら

に吸着剤前駆体の造粒は転動造粒法で行い、バインダー

は、単位体積あたりの吸着量、耐酸性、耐酸化性を考慮

して無機バインダーを選択した。ラボスケールでの予備

試験で、バインダー固形成分量の好適量を明らかにした

後、ボリビアでの実証試験に用いるため、改良型吸着剤

約200kg 製造した。③脱着法の改良・高度化試験につい

ては、リチウムを吸着した改良型吸着剤を用いてリチウ

ム脱着の基礎試験をバッチ法で行った。脱着速度は速

く、短時間で脱着平衡に達することがわかった。また、

脱着に用いる塩酸濃度を変更することにより、従来より

高濃度のリチウム溶液が得られることを示した。また、

カラムによる多段脱着法を試験した結果、さらに高濃度

のリチウム脱着液を得られることを示すことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］リチウム、資源回収、吸着分離 
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［研 究 題 目］超高速・低温フレームを特徴とする衝撃

焼結被覆技術を用いた、昇華性材料、窒

化アルミニウム（AlN）溶射皮膜形成技

術の開発 

［研究代表者］川口 建二（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］川口 建二、清水 禎樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

半導体製造分野で、セラミックス製ウェハチャック部

材として求められる耐プラズマ性が高く放熱特性の良い

機能を満たすが、昇華性であるために通常の溶射技術が

適用困難な窒化アルミニウムについて、リバストン社が

独自開発した低温溶射技術（CASP）を用いて皮膜形成

技術の開発を行う。産総研としては、その開発の中で成

膜の構造解析と物理特性評価を分担する。 

3年計画の初年度である H24年度においては、リバス

トン社が CASP 装置の改良及び溶射温度測定・制御技

術の開発を行い、試験的な窒化アルミニウム被膜形成を

行った。不純物として除外したい酸化アルミニウムの融

2030℃と、窒化アルミニウムの昇華温度2450℃の間でプ

ロセス温度を制御する技術に関して、およその目処が得

られた。 

また、群馬産業技術センターが、試験試料のキャラク

タリゼーション及び耐プラズマ特性評価などを行い、産

総研は IBEC センターの協力を得て TEM 分析と原料粉

末の SEM 分析などを行った。 

その結果、試験被膜においては、窒素組成がかなり低

く現状では不純物である酸化アルミニウム粒子が混在し

ていること、また原料の窒化アルミニウム粉末の窒素組

成にもばらつきが有ることを解明し、リバストン社の被

膜形成プロセス開発の次のステップへのフィードバック

を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・製造・材料  

［キーワード］溶射、窒化アルミニウム、構造評価 

 
［研 究 題 目］海水密度絶対測定に関する研究 

［研究代表者］藤田 佳孝（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤田 佳孝、粥川 洋平 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 海洋中の海水の運動の把握は、地球温暖化メカニズム

を把握する上で重要であり、高精度なシミュレーション

のために海水の正確な密度値が要求されている。これま

で、電気伝導度測定に基づく実用塩分から海水密度を求

めていたが、ケイ酸塩濃度や海域による有意なばらつき

があった。より正確な絶対塩分の評価のために採用され

た海水の状態方程式（TEOS-10）では、採用された絶

対塩分推定式には、推定式の作成に用いた海水密度実測

値の誤差に起因する系統誤差（約10 ppm）が含まれ、

より正確な海水密度実測値に基づく推定式の改定が喫緊

の課題となっていた。海水サンプルの密度測定に用いら

れる振動式密度計を精度良く校正するためには、海水の

密度を持つ標準液が必要である。そこで、海水の密度を

国家標準にトレーサブルかつ小さい不確かさ（目標の相

対標準不確かさは1 ppm）で値付けする技術を開発す

ることを目的に、液中秤量法による測定技術の開発を行

った。本研究ではシリコン単結晶製のシンカーを作製し、

これを海水中で荷重交換させ、吊り線を介して電子天秤

で浮力を測定する液中秤量装置を開発した。不確かさ評

価の結果、シンカーの質量および体積、感度校正分銅お

よび電子天秤の測定不確かさ、吊り線に対する表面張力

の影響などを総合した海水密度の合成標準不確かさは

10-6の目標値を達成した。今後は各種計測器の校正を行

うとともに海水サンプルの測定を行い、早期に海水密度

の依頼試験サービスを開始する予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］海水、密度 

 

［研 究 題 目］CNT 複合めっきによる次世代ソーワイ

ヤの実用化 

［研究代表者］吉田 勝（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］吉田 勝、木原 秀元、松澤 洋子、 

髙田 裕子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

現在、単結晶シリコン・多結晶シリコンなどの材料を

薄板形状に加工する工具には、遊離砥粒式ソーワイヤを

用いることが主流である。しかし、近年では加工効率が

高く、ワイヤの使用量が少なく、砥粒を含んだ廃液が発

生しない固定砥粒式ソーワイヤに移行しつつある。これ

までに市販されている電着ダイヤモンドワイヤは、製造

効率や基礎となる Ni めっきとの親和性を上げるために、

ダイヤモンド砥粒の表面に種々の導電性炭素化合物を被

覆したものが用いられている。これら固定砥粒式ソーワ

イヤは遊離砥粒式に比べて加工効率は優れているものの、

表面のダイヤモンド砥粒が切削加工中に脱落することに

より、ウエハの仕上がり面粗度が悪いことやコストが悪

いことが問題になっている。本研究課題では、これらの

問題点を解決すべく、カーボンナノチューブを基礎とな

るめっき被膜中に分散・複合化させてダイヤモンド表面

に被覆し、砥粒の保持力を向上させることで、ウエハ加

工中におけるダイヤモンド砥粒の脱落を抑制する技術を

開発することを目標としている。カーボンナノチューブ

をめっき被膜中に複合化するためには、カーボンナノチ

ューブをめっき液中に分散させる必要がある。カーボン

ナノチューブは難溶性であり、溶液中には適宜分散剤を

用いて分散させるが、めっき液中には金属塩が多量に存

在するため、イオン強度や pH の影響を十分に考慮した

分散剤を選定することが求められる。本年度はいくつか

の分散剤候補を選定し、カーボンナノチューブ複合めっ

き液の調製を行った。 
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［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、複合めっき、ダ

イヤモンドソーワイヤ 

 

［研 究 題 目］超音波プレス加工を用いた医療機器の実

用化 

［研究代表者］芦田 極（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］栗田 恒雄、増井 慶次郎、澤田 有弘、

黒田 雅治、作本 里香 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 産総研では、実施テーマ①「音叉型金型における超音

波共振の最適化に関する開発」において、加振周波数と

金型ホルダの振動振幅の測定を行い、解析結果との整合

を検証した。定盤に固定した加振器からの振動の影響が

無いように、2軸のレーザドップラ振動計を設置する方

案を検討し、同時に X,Y 軸の振幅を測定した結果から、

金型ホルダ評価の試験条件を設定した。並行して、実施

テーマ④「加工プロセスの検証」において、実機では加

工対象が小さく、高速変形現象の観察が困難であること

から、高周波と低周波変形力を独立に変えて加工プロセ

スを観察できる特殊な実験装置を設計・製作した。超音

波プレス加工で主に作用すると考えられている高周波成

分の加工力だけでなく、低周波の変形力を独立して付与

できる新たな概念に基づく基礎実験装置を試作した。変

形の与え方もインクリメンタルフォーミング方式を採用

して、単に加工プロセスの観察に止まらず、従来では成

形できない形状も実現できる設計を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マイクロ鍛造、極細パイプ、塑性加工 

 

［研 究 題 目］先端計測分析機器用共通ソフトウェアプ

ラットフォームの開発 

［研究代表者］佐藤 了平（大阪大学） 

［研究担当者］神徳 徹雄、原 功、安藤 慶昭 

（知能システム研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 独自開発が多い先端計測分析機器ソフトウェア開発環

境に対して、ユーザーフレンドリー（操作性、リアルタ

イム性など）で、かつ、開発効率が良く、世界標準が可

能な組込みソフトウェア開発環境を実現する先端機器用

共通ソフトウェアプラットフォームの開発を目標として、

平成22年度から大阪大学の佐藤了平教授をリーダーとし

たプロジェクトが開始されている。プロジェクトの3年

目に当たる平成24年度から、共通プラットフォームの基

盤技術となる｢RT ミドルウエア｣の開発担当として、先

端計測機器を考慮した国際標準化を目的としてプロジェ

クトに参画した。 

 平成24年度には、国際標準策定に向けた必要機能調査

として、先端計測機器開発者向けに2日間の実習形式の

講習会を大阪大学吹田キャンパスにて開催するとともに、

先端計測機器用の組込機器用のコントローラとして、安

価に入手可能な組込ボードを利用した講習プログラムを

開発することにより、計測分析機器開発に向けた紹介コ

ンテンツ・教育コンテンツの作成を大阪大学と共同でお

こなった。また、国際標準化活動の動向調査として

OMG 技術会議に参加するとともに、技術会議の期間中

にワークショップを企画して開催することで、RT ミド

ルウエアの普及を狙うとともに先端計測機器向け共通プ

ラットフォームの一例としてポータブル電子顕微鏡の開

発例の紹介を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］先端計測機器、RT ミドルウエア、国際

標準化、ソフトウェア開発環境 

 

［研 究 題 目］超音波画像装置の開発 

［研究代表者］永田 可彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］永田 可彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

超音波画像測定法は非侵襲で身体内部を観察できる有

用な技術であるが、「大型で可搬性に劣り、コスト的に

も高価であること」及び「装置の操作性や患部、症状の

画像判別に特別な教育や経験、習熟が必要であること」

を改良する必要がある。特に「リンパ浮腫については皮

下組織硬度の判定」が課題となっている。 

そこで本開発では、軽量小型かつ簡易に測定可能な皮

下組織硬度計測機能をもつ超音波画像装置を試作し、リ

ンパ浮腫組織をモデル化したシミュレーションと超音波

ファントム実験を行うことで、皮下組織超音波画像装置

における画像解析技術及び硬度推定技術の改良に資する

データを提供する。 

平成24年度の実績は以下のとおりである。皮下組織超

音波画像装置の改良に関して、有限要素法によるシミュ

レーション解析および超音波ファントムによる荷重負荷

組織変形実験を行った。これらの解析および実験で使用

する模擬生体組織モデルは、実際のリンパ浮腫において

硬化、繊維化の症状が現れる大腿部を対象とし、表皮、

真皮、脂肪層、大腿直筋層、中間広筋層および大腿骨か

らなる。用いたモデルの生体パラメータは軟組織の密度

1g/cm2、大腿骨の密度5g/cm2、表皮、真皮および皮下脂

肪のポアソン比0.495、筋のポアソン比0.45、大腿骨の

ポアソン比0.3とし、リンパ浮腫の重症度によって軟組

織の厚を2mm～20mm、ヤング率を7～500KPa と変化

させた。 

これらによって以下の結果が得られた。表皮と真皮層

の厚さの影響が大きく現れ、生体パラメータの違いによ

って変化率や発生する応力の大きさが顕著に変化した。

実験では表皮と真皮を一体として解析したが、分離して
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観察することが可能かどうか、またそのような扱いが必

要かどうかなど、解剖学的な知見を加えた検討が必要で

あることが明らかになった。深い層程、横方向への荷重

の影響が現れており、ポアソン比を考慮した測定データ

の解析を行う必要があることが明らかになった。実際の

生体組織の測定で生じる非線形性の前後において、異な

る変形モデル、測定データの解析方法を検討しなければ

ならないことが明らかになった。ただし、非線形性の現

れる前では単純な直線近似で硬度を推定できる可能性が

あることが示唆された。超音波ファントムによる実験に

よって得られた組織変形率と、シミュレーションによっ

て得られた内部応力を用いて推定したヤング率は、設定

ヤング率に近い値を示した。これらのことより、内部応

力推定の重要性が明らかになった。脂肪層、大腿直筋層、

中間広筋層とも、1000gf までの荷重付加に対する組織

厚の変位量および内部応力は線形であった。また、大腿

直筋層と中間広筋層は同じヤング率であったにもかかわ

らず、組織厚変化率に違いが見られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リンパ浮腫、生体組織、厚、ヤング率、

超音波 

 

［研 究 題 目］高速双ロール式縦型鋳造法による難加工

性高機能薄板の革新的製造技術の確立 

［研究代表者］松崎 邦男 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］松崎 邦男、花田 幸太郎、村上 敬、

永井 秀明（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 Al-SiCp 複合材は低熱膨張性や高熱伝導率のため電

子部品の基板等には有効な材料である。しかし、高コス

トのため使用の範囲が限定されていた。低コスト化が実

現すれば社会への影響は大きい。Al-SiCp 複合材が高

コストの原因は、Al-SiCp 複合材は硬く脆いことに起

因している。固く脆い原因は、硬い SiC 粒子がアルミ

ニウム合金中に高体積率で存在しているため、著しく変

形し難くなるためである。特に、低熱膨張率と高熱伝導

率を向上させるためには、SiC の分散量を高くする必要

があり、それに伴い成形性は著しく低下する。本研究は、

SiC 分散 Al 合金を溶融状態から直接圧延して板材を製

造する技術を開発するものである。産総研では、溶融圧

延を最適化するために、DTA による熱分析と冷却曲線

を測定して、材料の溶湯開始温度、共晶温度を明らかに

し、溶融圧延時の最適な注湯温度の評価を行った。また

作製した板材はヒートシンク材としての応用を目指すこ

とから、ホットデスク法による熱伝導の測定と熱機械試

験機による熱膨張係数を測定して、ヒートシンク材とし

て十分な性能を有することを明らかにした。さらに、

SiC 分散 Al 合金の組織を明らかにするため、X 線回折、

光学顕微鏡、透過電顕観察を行い、特性との相関性を検

討した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］Al 複合材、双ロール圧延、低熱膨張、

高熱伝導材 

 

［研 究 題 目］自動車部品等の軽量化を促進するための

メタルと炭素繊維強化プラスチックス

（CFRP）のレーザを用いる異材接合技

術のシステム開発 
［研究代表者］新納 弘之（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］新納 弘之、佐藤 正健、卜部 啓、 

鈴木 隆之、原田 祥久 

（常勤職員5名） 
［研 究 内 容］ 
 CO2排出量削減等の社会的ニーズに対応するために、

自動車の製造において画期的な軽量化が求められている。

炭 素 繊 維 強 化 プ ラ ス チ ッ ク ス （ Carbon Fiber 
Reinforced Plastic：CFRP）は重量当たりの比強度・

比剛性が高く、自動車の軽量化に最も適した革新的材料

である。しかし、CFRP を自動車に適用するための重

要な課題として、金属など異種材料との接合が挙げられ

る。しかし、現段階で実用化されている接合技術はリベ

ットやボルトによる機械締結や構造用接着剤を用いた接

着であり、いずれの場合も接合にかかる費用、時間、信

頼性の点で量産方法としては十分ではない。本研究開発

では、前田工業株式会社、岡山県工業技術センター、大

阪大学と連携し、CFRP の自動車への量産採用を可能

とするレーザ溶着技術を開発し、レーザ溶着システムと

して具現化する。 

 今年度は、CFRP の損傷しきい値評価、レーザ溶着

接合部の接合強度評価技術の開発、および、レーザ溶着

接合部の超音波映像化技術適用性評価の検討を産総研に

おいて分担実施し、レーザ照射部位の CFRP 表面状態

に関しては、走査型電子顕微鏡等を用いた高精度分析手

法や空中超音波プローブによる非接触映像分析による評

価を行い、表面／界面分析時における問題点や検討課題

を抽出できた。さらに、JIS K6850規格に準拠した引張

試験を行い、応力、ひずみ、引張せん断強度および破面

観察による破壊特性を評価した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準、ナ

ノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］接合技術、炭素繊維強化プラスチック

ス、自動車部品軽量化、レーザ加工 

 

［研 究 題 目］3次元 LSI 積層実装技術に対応した微細

先鋭バンプ検査装置の開発 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、渡辺 直也、鈴木 基史、

井川 登（常勤職員3名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 次世代3次元 LSI 積層実装技術において、低加重・低

温条件での LSI チップ間接続技術が必要不可欠であり、

円錐・角錐形状の先鋭微細バンプを用いた接続技術が有

望である。本研究では、量産レベルの実用化に不可欠な

バンプ形状検査技術の確立を目指し、既に製品化されて

いるスタッドバンプ形状検査技術に基づき高速微細先鋭

バンプ形状検査装置をソフトワークス株式会社とともに

共同で開発する。 

 平成24年度は、斜め2方向、上面の3カメラを用いた原

理検証プロトタイプ機として設計・製作したレヴュー簡

易検査装置について、検査プログラムの構築に際して、

必要となる検査対象として、産総研から先鋭バンプを形

成した評価試料の作製・評価（電子顕微鏡による寸法測

定を含む）を進め、評価済み試料を提供し、検査プログ

ラム構築に貢献した。また、完成した装置について、実

際の使用環境を想定した、形状測定項目、ゴミ・欠陥検

出項目、測定精度、測定操作手順などの具体的評価を進

め、検査プログラムの改良点抽出を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］3次元 LSI 積層、微細バンプ、形状検査 

 

［研 究 題 目］ナノ空間を利用した高リサイクル鋳物砂

による無機系砂型鋳造技術の高度化 

［研究代表者］加茂 徹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］加茂 徹、王 正明、小菅 勝典 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、砂型鋳造法において鋳物砂として最

も使用割合の高いけい砂の砂粒子と水ガラスに、微少量

の多孔性物質を複合化し、ナノ空間の吸着･吸蔵及び脱

離特性を活用することで、水ガラス－CO2ガス硬化法に

おける最大の課題である崩壊性に優れた機能性鋳物砂を

開発することを基本として、製造した鋳物砂を用いてア

ルミ合金を対象に砂型鋳造による実証試験を実施し、無

機粘結剤水ガラスを用いた環境負荷低減プロセスを実現

し、省エネ、高生産性特殊鋳型造型技術の高度化を目指

す。 

 24年度は、下記の目標値の達成をめざし、数種類の多

孔性物質の添加量と圧縮強度との評価結果に基づき、多

孔性物質のナノ空間機能を利用するため、構成成分、比

表面積、細孔径、表面特性、粒度等をパラメータとして、

添加率と圧縮強度との関係を検討した。また、この相互

関係に基づいて多孔性物質と原料砂の選択を行い、代表

サンプルについて、水ガラスの性状（濃度、粘度）及び

CO2量を変化させ、多孔性粒子の添加において、焼成前

の一定の圧縮強度（初期鋳型強度）を保ち、加熱後（注

湯に対応）に高い崩壊性を併せ持つ効果が認められるか

どうかの確認を行った。 

 その結果、未加熱及び加熱状態の JIS 鋳型試験片の

圧縮強度データから目標値を達成する複合化鋳物砂とし

ての最適配合比を明らかにした。さらに、X 線回折法に

よる構成成分の同定と、窒素吸着等温線測定に基づく添

加多孔性粒子の細孔特性評価、並びに走査電子顕微鏡に

よる形態観察及び元素分析等の解析データから、複合化

鋳物砂の硬化・崩壊性機構に関する反応モデルを推定す

ることができた。 

（目標値）初期圧縮強度：2.0N/mm2 以上 

     鋳造後の高崩壊性：強度の低下率90%以上 
     CO2使用量の低下：20ml/Kg・砂 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］砂型鋳造、水ガラス、CO2硬化法、けい

砂、砂再生 

 

［研 究 題 目］めっき液中添加剤の劣化に起因するめっ

き液性能劣化診断用計測器の開発 

［研究代表者］藤巻 真（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］藤巻 真、島 隆之、桑原 正史、 

粟津 浩一（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 めっき液は、液の基本組成に添加剤を加え、要求性能

に合わせて使用される。基本組成と添加剤の濃度バラン

スは、めっき処理過程にて徐々に崩れていくため、品質

管理が欠かせない。しかしながら、添加剤に関しては、

効果的な管理方法は確立されておらず、現在でも仕上り

外観の目視比較などが行われている。本開発では、添加

剤の効果を直接的に計測することで、添加剤の劣化を迅

速かつ正確に判定できる自動計測器を開発する。 

 計測器に用いる検出用チップ表面には、透明電極を形

成し、めっき液からの金属析出を行う。平成24年度は、

透明電極として ITO を用い、成膜条件の最適化を行っ

た。本開発によって、膜の不透明さに起因するセンサ特

性の劣化は全く生じないことを明らかにした。また、

ITO 膜は、単に成膜しただけでは銅めっき液に溶けて

しまうが、膜成膜後に一定の処理をすることにより、こ

の問題を解決した。 

 さらに、検出チップを長時間めっき液に漬けていても、

検出特性が劣化しないように、チップ表面を防汚コーテ

ィングする試験を行った。防汚コーティングしたチップ

を用いて、ニッケルめっき浴にて試験したところ、24時

間浸漬後でも問題なく金属析出及び析出した金属による

信号観測ができることを確認した。また、チップ上にニ

ッケルめっきを行った後に逆バイアスにてニッケルの剥

離を観測したところ、コーティングしたチップでは容易

に剥離することがでた。このように、今回実施した防汚

コーティングは、チップの汚れ防止や繰り返し利用に効

果がある。 

 平成25年度は、劣化具合の異なる様々なめっき液から

の金属析出を観測し、それぞれの劣化具合を定量評価で

きるように開発を進める。 
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［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサ、金属析出、導波モード、銅めっ

き、TSV 

 

［研 究 題 目］太陽光発電システムにおける信頼性向上

のための遠隔故障診断に関する技術開発 

［研究代表者］大関 崇 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］大関 崇、加藤 和彦、髙島 工 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 今後、日本国内で大量の導入が見込まれる太陽光発電

（以下、PV）システムがその目的を果たすためには、

設備の故障を低コストで検知し必要な対応を行う仕組み

が必要である。そこで PV の発電データを通信回線経由

で取得し、それを設備仕様や気象データなどと組み合わ

せて遠隔故障診断を実現する技術開発を実施した。 

(1) 故障診断用分析手法の開発 

 故障診断用分析手法として、現状の故障モードの調

査を踏まえて、自然現状、発電量低下、発電量停止事

象について検出する手法の全体イメージを固めた。診

断手法について、オンサイトでの気象センサを利用し

ないことを前提にして、従来の検出手法を包括して、

発電量データのみを利用した電流／電圧低下の検出手

法および気象庁データの利用した日射量推定、さらに

計測データからの日影時間帯の抽出や GIS/CAD を利

用した日影分析について検討を行い、全体システムを

明確にした。また、このうち電流および電圧低下の検

出手法については、従来手法では日影に依存しない検

出手法が存在しないため、新たに開発を行った。具体

的には、計測日射量データの代替として快晴日の理論

日射量データを利用することで、電流低下および電圧

低下を検出する手法の開発を行った。 

 故障診断に利用可能な評価指標は多数あるため、単

純な閾値の決定では指標の組み合わせが無限に存在す

るため、判定が難しい。そこで、機械学習を利用した

判定方法としてサポートベクターマシンを利用した判

定方法を開発した。本手法は機械学習の方法であるた

め、学習データが必要となる。これまでに実測データ

を模擬的に低下させた故障データや実証設備に物理的

に網をかけるなど故障模擬を発生させたデータなどで

検証を進めてきた。しかしながら、これらの手法では、

実証数が少ないことから故障もケースとして少なくな

る。そこで、ここではシミュレーションを用いた手法

での学習および検証を行った。検証の結果、全指標を

利用したケースでは98%以上と非常に高い推定精度を

示した。ストリング比較の効果が大きいことが分かっ

た。また、正解率がわかるケースにおいも、正常を不

具合に判定する（偽陰性）が多く、不具合を正常と判

定する（偽陽性）は少ないことを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］太陽光発電、故障診断、不具合、モニタ

リング、太陽電池 

 

［研 究 題 目］介護施設等モニター協力にかかわる事業

（アザラシ型メンタルコミットロボット

「パロ（セラピー用）」） 

［研究代表者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門 

［研究担当者］柴田 崇徳、和田 一義、川口 幸隆 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

動物の様に人と共存し、特に身体的な相互作用を通し

て、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊か

にすることを目的に、メンタルコミットロボット「パ

ロ」の開発を行っている。動物の場合には、アレルギー、

人畜感染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生など

の問題で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・

医療福祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、

動物と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、精神科病院

において、認知症を有する高齢者と、その介護者（介護

師、看護師、セラピスト等）を対象として被験者のプロ

フィールとセラピー効果に関する調査および介護者の介

護の負担の軽減に関する調査を行った。介護者には、約

2時間のパロとロボット・セラピーの運用方法に関する

研修を行った上で、調査を実施した。 

調査の結果、認知症高齢者の暴れる・叫ぶなどの問題

行動の抑制、徘徊・帰宅願望の抑制等、BPSD の抑

制・緩和の効果、気分の向上、イベントへの参加意欲の

向上、会話の増加等、心理的効果と社会的効果を確認し

た。 

施設の環境により、バーンアウトの改善効果が出なか

った施設もあったが、パロによりコミュニケーション・

スキルの向上があり、多くの介護者が精神的な負担の軽

減を示した。また、徘徊・帰宅願望の抑制により、他の

人を巻き込んでの不穏な行動を抑制できたことから、介

護者の介護負担の軽減につながった。これにより、特定

の人に関わる時間が低減化したことで、他の高齢者に目

を配ることができ、介護の質の向上にもつながった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロボット・セラピー、認知症、介護負担

軽減 

 

［研 究 題 目］Exp.339地中海流出に支配されたカディ

ス湾ドリフト堆積体の成立と時空変化の

解明 

［研究代表者］西田 尚央（地質情報研究部門） 

［研究担当者］西田 尚央（契約職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究の主な目的は、ポルトガル－スペイン沖大西洋

で実施された統合国際深海掘削計画（IODP）第339次

航海で掘削・回収したコアの解析から、主に地中海流出

水起源の底層流に支配されたコンターライト堆積システ

ムの実態について明らかにすることである。特に、泥質

コンターライトの粘土ファブリックに注目し、新たな堆

積相モデルの構築を目指すものである。 

 調査航海で得られた試料について、粘土ファブリック

観察に合わせて、古地磁気・帯磁率異方性測定、鉱物組

成分析、粒度分析、地層に保存されたコンターライトと

の比較検討を3年間のうちに実施し、研究をとりまとめ

る計画である。 

 平成24年度は、粘土ファブリック観察の前処理、古地

磁気・帯磁率異方性測定、鉱物組成分析、粒度分析、野

外地質調査を実施した。このうち粘土ファブリック観察

のための前処理は、アルコール置換法にしたがって実施

した。古地磁気測定と帯磁率異方性測定は、全試料の測

定を完了させて、それらをもとに古流向の特徴について

検討した。鉱物組成分析は、3つの掘削サイトから得ら

れた試料を対象に実施し、石英や粘土鉱物に加え、カル

サイトが多く含まれることが認められた。粒度分析は、

最も古い層準の試料を中心にレーザー式粒度分析装置を

用いて実施した。野外地質調査は、従来底層流堆積物が

報告されている三浦半島に分布する三浦層群の地層を対

象に露頭観察と試料採取を行った。いずれの研究項目に

ついても、次年度も継続実施していく計画である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］コンターライト、粘土ファブリック、統

合国際深海掘削計画（IODP） 

 

［研 究 題 目］大風量低濃度排ガス用直接加熱式吸着回

収装置の研究開発 

［研究代表者］竹内 浩士（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］竹内 浩士、加茂 徹、竹森 信、 

菊川 伸行（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 揮発性有機化合物（VOC）の更なる排出低減が求め

られている。最も多量の VOC を排出する塗装工程は排

ガス風量が大きく濃度が低いので除去処理の前に濃縮す

る必要があるが、ハニカムローター式濃縮装置は温風で

脱離するため濃縮率が上がらない。本研究開発では、ハ

ニカムローター自身を内部から発熱させることによって

最小限のキャリアーガスで脱離させ、これによって濃縮

率を飛躍的に高め、VOC を直接液化回収する省エネで

省スペースなシステムを構築することを目指す。これを

実現するための主な開発項目は、【1】従来技術の温風加

熱に替わる効果的な直接加熱を達成するための磁気発熱

ハニカムの開発、【2】大風量低濃度排ガス用吸着回収シ

ステムの開発、【3】塗装工場での実証試験などであり、

産総研はこのうちの基礎的な検討を担当している。 

 平成24年度においては、インバー、パーマロイ、

SUS430等7種類の0.03mm または0.05mm 厚の試験片

を入手して高周波磁界による発熱試験を行い、発熱速度

に関係する初期昇温速度で整理して各種磁性合金の発熱

性の傾向を明らかにした。また、有限要素法による電磁

界シミュレーションに関しては、発熱試験に用いたコイ

ルをモデル化してコイル間隔を種々変えてコイル間空間

の高周波磁界強度への影響を算出した。さらにハニカム

基材への吸着剤担持法に関して、200℃未満の熱処理温

度で硬化するバインダー等を探索して小試験片への担持

試験を行い、無機系の接着剤をプライマーとして用い、

シリカベースのバインダーによるゼオライト塗布法が有

望であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］VOC、吸着回収、塗装、リサイクル、 

揮発性有機化合物 

 

［研 究 題 目］リアルタイム自己校正型ロータリーエン

コーダ 

［研究代表者］渡部 司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡部 司（常勤職員1名、他13名） 

［研 究 内 容］ 

 工作機械や組み立てロボットの位置決め精度の高度化

には、角度測定に広く用いられているロータリーエンコ

ーダの高精度化が不可欠である。機器やロボットに組み

込んだ後は不可能と思われたロータリーエンコーダの角

度誤差をリアルタイムに評価し、さらにその誤差補正ま

で行う低価格で小型な次世代ロータリーエンコーダを研

究し、角度制御の信頼性確保に貢献できる製品の研究開

発を行う。これにより、位置決めに係る技術において達

成すべき高度化目標の高精度化、小型化・軽量化、低コ

スト化のための技術向上と寿命管理技術の向上に応える

ことを目的とする。 

 角度の自己校正原理をリアルタイム処理化する原理を

考案し、原理実現に必要なエンコーダ本体部とデータ処

理部の技術的要求事項の精査を行った。データ処理部で

は、従来の時間計測型 FPGA 回路を改造しリアルタイ

ム信号処理原理にもとづいたパルス計測型 FPGA 回路

を開発した。この回路の動作確認を行うために異なる直

径（φ200 mm～φ60 mm）のスリット円板に対応し

センサ個数を変えられる原理実証評価装置を開発し、パ

ルス計測型と時間計測型の両 FPGA 回路の比較実験を

実施することで FPGA 回路にプログラミングされたリ

アルタイム処理アルゴリズムは適切であることを確認し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］長さ計測、角度、位置決め精度、計測技

術 
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［研 究 題 目］戦略的基盤技術高度化支援事業／角形チ

ップ用フォトレジスト塗布装置・現像装

置の開発 

［研究代表者］原 史朗 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］クンプアン ソマワン（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 近年、集積回路の3次元積層化の技術開発、実用化が

加速している。3次元化においては、歩留まりや技術の

難易度の点で、小型ウェハが有利であり、産総研で提唱、

開発を進めている、超小型ウェハを用いるミニマルファ

ブシステムは、3次元積層とっては大変高井適合性を持

つ。ここで必要な技術開発の中でも重要な技術は、大型

ウェハをダイシングで角型の個片に切断した後のレジス

ト塗布工程でレジストを角型ウェハに均一に塗布するこ

とである。通常は、四角の端が表面張力や風向の関係で、

レジスト塗布量が分厚くなり、3次元積層プロセス全体

にとって障害となる。本研究においては、ウェハ端での

レジストの厚みを制御する要因を解析し、それを解決す

る方法と、その方法を搭載した塗布装置を開発する。同

時に塗布装置と組になる現像装置も開発する。本年度は、

産総研分担テーマとしては、まず、角型ウェハ向けウェ

ハ密閉容器を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 
ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 
［キーワード］ミニマルファブ、局所クリーン化、 

搬送システム、マイクロファクトリ、 

デスクトップファクトリ、 

アジャイルファブ、生産技術、 

多品種少量、変種変量、1個流し、 

オンデマンド、ミニマルマニュファクチ

ャリング、低コスト化、小型化、CMOS、
MEMS、洗浄、エッチング、スパッタ、

塗布・現像、リソグラフィ、イオン注入、

実装、ウェハ、シリコン、ハーフインチ 

 

［研 究 題 目］ミニマル半導体装置共通プラットフォー

ムの開発 

［研究代表者］原 史朗 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］クンプアン ソマワン、前川 仁、 

池田 伸一、中野 禅（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体産業の巨大投資問題を解決するため革新的製造

プロセス「ミニマルファブ」の開発を産総研主導で進め

ている。ミニマルファブでは、規格統一された小型装置

群を整然とライン配置し、また、プロセスレシピに応じ

装置の並べ替えを高精度な位置決めをもって行うことが

肝心であるが、「一発ドッキングにて装置の並べ替え」

「重量負荷・振動負荷状態での精密位置決め」技術は従

来には無い。本研究開発はこの問題を解決するため装置

共通プラットフォームを開発する。これにより次世代型

半導体製造システムを現実のものとし、日本半導体産業

の復活再生に寄与することを目的とする。 

 本研究開発の目標として、ドッキングステーションの

開発をし、工具レスで一発位置決め・一発ドッキングが

可能で、装置間ギャップ6mm、装置間ウェハ受け渡し

自動搬送に必要とされる装置の精密位置決め及び震度7

の地震に耐えうる強固な固定とする。さらにミニマルリ

フターの基本構造を開発し、分単位で装置を搬入・搬出

可能とする。また、ユーティリティの容易な接続を可と

するユーティリティ接続の基本方式を考案し、原理試作

を製作する。 

今年度は、ミニマル半導体装置共通ドッキングステー

ションを試作製造ラインによりユーザレベルでのフィー

ルドテスト（実稼働テストやストレステスト）を実施し、

結果をプラットフォーム及び装置に反映して実用化に支

障のないレベルまで高度化した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、 

ナノテクノロジー・材料・製造、計測・

計量標準 
［キーワード］ミニマルファブ、局所クリーン化、搬送

システム、マイクロファクトリ、デスク

トップファクトリ、アジャイルファブ、

生産技術、多品種少量、変種変量、1個

流し、オンデマンド、ミニマルマニュフ

ァクチャリング、低コスト化、小型化、

CMOS、MEMS、洗浄、エッチング、

スパッタ、塗布・現像、リソグラフィ、

イオン注入、実装、ウェハ、シリコン、

ハーフインチ 

 

［研 究 題 目］アモルファス系吸着剤の検討 

［研究代表者］鈴木 正哉（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］鈴木 正哉（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 福島第1原発事故による除染作業が進められているが、

今後の課題として剥ぎ取った土壌等の減容化が大きな問

題となっている。本研究では、表層土壌におけるアモル

ファス系吸着剤（アロフェン・イモゴライトなど）の

Cs 吸脱着機構についての検討を行い、その吸脱着機構

を基に減容化の開発に向けた検討を行うことを目的とし

ている。本研究の実施に当たっては、日本原子力研究開

発機構と物質材料研究機構を中心とし、複数の研究機関

による連携体制をとっている。 

 平成24年度は、表層土壌においてどの程度の非晶質物

質が含まれているかの定量を行うとともに、水ひによっ

て分画した試料において、粒子サイズと放射能濃度との

関係についての検討を行った。 
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［分 野 名］地質 

［キーワード］非晶質物質、吸脱着、粒子サイズ、放射

能濃度 

 

［研 究 題 目］神経・血管温存下に最大限の病変摘出を

行う手術用治療器（パルスウォータージ

ェットメス）の開発 

［研究代表者］冨永 悌二（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 物理特性を評価する手法と数値モデルにおける解析の

手法を確立するため、肝臓組織を対象とした。現状の生

体軟組織数値解析においては、文献検索の結果 ogden 
model と呼ばれる数値モデルが一般的であるので、こ

のモデルを使用することにした。Ogden model はゴム

材料などの特性評価を行うために作成されたモデルで、

特徴として実験値から係数を求めることが前提とされて

いる。従って、生体組織を組成や工程が不明な材料とみ

なしても、試験を行うことが出来ればモデルの同定が出

来る。具体的な実験は、JISK6251で規定されているダ

ンベル状試験片を用いて、引張試験を行った結果から、

伸び比、公称応力を求め、伸び比－公称応力曲線に対し

て、ogden model をカーブフィッティングさせ、係数

を求める。カーブフィッティングさせる際、理想的には

試験片の並行部分のみの伸び比－公称応力曲線を対象と

するべきだが、実際にはチャッキング間の試験片すべて

が試験対象となっている。そのため、実際の試験結果か

ら得た伸び比－公称応力曲線のそれぞれの軸を定数倍し

て変形させカーブフィッティングを行い、その結果を数

値モデルで使用し実験のシミュレートを行い、数値計算

から得られる荷重－変位曲線と、実験で得た荷重－変位

曲線を比較し、適当な低数倍の伸び比－公称応力線図を

得、それより求めた ogden model の係数を解析に使用

した。ダンベル状試験片での引張試験結果（破断に至

る）から、破断を規定するパラメータを検証した。これ

までの結果では、歪みおよび応力の主値を用いたノルム

が最も適当であることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体組織、力学特性、数値モデル 

 

［研 究 題 目］H24柏崎深部地震動観測サイト周辺の地

震・GPS 観測網保守 

［研究代表者］岡村 行信 

（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］吉見 雅行、林田 拓己、竿本 英貴、 

岡村 行信（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新潟県南部地域に展開中の GPS 連続観測点30点と微

動・地震動連続観測点15点の継続的な運用を確保するた

め、データ収集等保守作業を行った。大雪等のため、複

数の GPS アンテナのケーブル接続部が破損したため交

換・修理を行った。こうした保守により全観測点の継続

的な運用を可能にした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］新潟県南部、柏崎深部地震動観測サイト、

地震観測、GPS 観測 

 

［研 究 題 目］『コールバンクの拡充』における『石

炭試料の受入れと微粉砕他』 

［研究代表者］山田 理（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山田 理、中里 哲也、安田 肇、 

後反 克典、海保 守、中久喜 千亜紀、

功刀 芳美（常勤職員3名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 NEDO プロジェクト「ゼロエミッション石炭火力技

術開発（旧名：戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発

（STEP-CCT)）－ゼロエミッション石炭火力基盤技術

－」の課題のもとに「コールバンク」を運営している。

コールバンクは、日本で利用あるいは利用可能性のある

世界の石炭を不活性ガス下で粉砕保存し、研究用試料と

して系統的なデータとともに提供する事業であり、石炭

利用基盤技術開発（Brain-C）プログラム（平成7～17

年度）により（財）石炭エネルギーセンターと産総研が

構築した標準石炭試料供給システムを石炭研究の基礎を

なす事業として継続的に拡充している。昨年度までに

112炭種の標準石炭試料を作成し、研究開発のために研

究機関に送り出してきた。 

 今年度は新規3炭種を受入れ、標準試料作成と分析デ

ータの取得を行った。これにより、年度末現在、米国炭

10炭種、中国炭20炭種、豪州炭35炭種、インドネシア炭

23炭種、ロシア炭7炭種、南アフリカ炭7炭種、ベトナム

炭1炭種、カナダ炭3炭種、コロンビア炭2炭種、EU 炭1

炭種、インド炭1炭種、日本炭5炭種の合計115種につい

て、元素分析、工業分析、マセラル分析、灰の組成・性

状分析等のデータベースを構築、関係試験研究機関のニ

ーズに応じて標準石炭試料を配布した。 

 また今年度は、コールバンク保有炭のうち15炭種につ

いて微量成分分析を行い、取得済の112炭種と合わせ計

115炭種の微量成分データをデータベース化した。微量

成分分析に当たっては、ISO23380:2008「石炭中微量元

素分析の選定方法」Annex B に規定される産総研法

（マイクロ波利用石炭前処理法と誘導結合プラズマ

（ICP）法を組み合わせた、フッ酸を使用しない低環境

負荷型の独自の石炭中微量成分の分析方法）を適用した。

国内3機関の参画を得て、同法を JIS 規格化するための

ラウンドロビンテストを実施した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］石炭、標準試料、微粉砕、不活性ガス保

存 
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［研 究 題 目］電池材料の第一原理計算の業務 

［研究代表者］森下 徹也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森下 徹也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

2次電池電極材料の候補として NiOOH の基礎物性を

第一原理分子動力学計算により調べた。いくつかある多

形の中でγ-NiOOH 相の6種類の元素比率構造の内部エ

ネルギーを計算し、その体積依存性を明らかにした。体

積変化は c 軸比率を変えることで実現し、比率が0.9か

ら1.1の間では内部エネルギーはあまり大きく変化しな

いことがわかった。また電子スピンを考慮した場合とし

ない場合のエネルギー変化も検証し、γ-NiOOH では

電子スピンがエネルギーに与える影響は小さいことが明

らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］NiOOH、2次電池、電極 

 

［研 究 題 目］流動層による石炭とバイオマスの共ガス

化 

［研究代表者］鈴木 善三（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］鈴木 善三、中山 勝洋 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

Ca ケミカルループを利用してガス化及びタール改質

を促進する、石炭とバイオマスの共ガス化プロセスの構

築の一環として、石炭とバイオマスの共ガス化ガスの技

術データの取得を目的に、流動層反応装置の整備とそれ

を用いた模擬タールの分解実験を行った。また、3塔式

循環流動層ガス化改質装置の設計、設置、調整作業を行

った。 

既設装置を改造し、装置に窒素用、空気用及び酸素用

のマスフローコントローラーを設置した。水蒸気の結露

を防止するために、リボンヒーターやマントルヒーター

での保温加工を行い、模擬タール供給装置と同供給ライ

ンを設置して、タールの石灰石による分解実験が可能と

した。生成ガス連続分析が可能なように配管、ガスクロ

を設置した。試運転の結果、上段流動層反応管内の温度、

予熱管反応管内温度、サイクロン、アッシュホッパー、

粒子ホッパーなどが予定していた所定温度に達すること

を確認した。次に、各改質条件で石灰石流動層による模

擬タール（トルエン）の改質試験を行い、石灰石粒径

250〜500µm、ガスの流動層内滞留時間0.74s、流動層温

度900℃の反応条件で最終的に目標とする転換率、約

90%をほぼ達成した。 

実験と並行して石英製の3塔式循環流動層装置の設計

を行い、反応管、ループシールなどを製作した。製作し

た石英部品を、W1500×H700×H4000の大きさの架台

に電気炉と共に組みあげた。装置は、石炭とバイオマス

を連続投入する流動層ガス化炉、その上段に石灰石流動

層による改質炉を設けた。ガス化炉下部には、ガス化炉

から排出される未反応チャーの燃焼のための流動層燃焼

炉を設けた。これら3塔を、ガス化炉→燃焼炉→改質炉

→ガス化炉の順に石灰石が移動する3塔循環流動層方式

とした。これら3炉の間には、ガスと粒子の分離のため

のループシールを設けた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］石炭、バイオマス、共ガス化、タール分

解 

 
［研 究 題 目］高機能難焼結性粉末を低温・短時間でニ

アネット成形する動的加圧機構を搭載

した次世代パルス通電焼結技術の実用

化開発 

［研究代表者］中山 博行 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］中山 博行、小林 慶三、西尾 敏幸、

溝尻 瑞枝、尾崎 公洋 

       （常勤職員5名） 
［研 究 内 容］ 
 前年度の成果を踏まえ、平成24年度は WC-FeAl の諸

特性を明らかにしながら、通電用金型の最適組成を探索

するとともに、ニアネット成形用金型の作製や10回の使

用に耐え得る金型を作製した。また、前年度までに開発

した高サイクル・パルス通電加圧焼結装置において開発

した金型を用いて高速昇温・降温を実現するための機構

開発を行った。さらに、産業界への PR を行えるように

高サイクル・パルス通電加圧焼結装置の焼結作業以外の

粉末充填や焼結体の抜き出しまでを自動化して高サイク

ル化の目標を達成するように、機械装置とプログラム開

発を行った。最終的には目標としていた10分1サイクル

を実現することが出来た。また、開発した金型材料の最

適形状を応力解析から求めるとともに、動的負荷を行っ

た際の金型や試料の温度変化を測定し、従来の静的荷重

の場合と比較検討した。さらに、開発した金型、焼結機

を用いて種々の材料を焼結し開発金型および焼結機の優

位性を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］通電焼結、高サイクル、ニアネット成形、

金型、WC-FeAl、硬質材料、超硬合金、

コーティング、セラミックス、伝熱、

低温焼結、加圧焼結 
 

［研 究 題 目］畜産物における病原微生物のリスク低減

技術の開発 

［研究代表者］藤原 正浩 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］藤原 正浩、塩川 久美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 畜産物における病原微生物、鶏肉においてはカンピロ
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バクター等のリスクを低減する技術が求められている。

それら菌類から家畜類を守る際、薬剤等を無為に投与す

ることなく、薬剤の有効性維持、家畜の副作用や排出さ

れた薬剤による環境や生態系等への影響の低減を実現す

るため、薬物等を必要量、適切な部位（家畜体内および

臓器等）へ選択的に運搬（デリバリー）する必要がある。

さらに、菌類によるリスク軽減には、薬剤の投与法が簡

便であることも重要な要素である。従来の薬剤投与の多

くは、注射等による直接的な方法が多く、煩雑で負担の

大きな操作が必要であった。また、エサ等に漫然と混入

させる方法では、家畜が摂取する量が少なく、多量に薬

剤を使用しなくてはならなくなるため、薬剤のコストが

上がる、あるいは環境中への薬剤の拡散という問題も想

定させる。 

 本研究では、畜産物、特に鶏肉類の病原微生物のリス

ク低減のため、独自に開発した炭酸カルシウム等の無機

マイクロカプセルへ、病原微生物に対し高活性な薬剤・

抗体等を封入しエサ等に混入するという簡便な方法で、

当該薬剤を家畜体内の必要とする部位（臓器）に選択的

に運搬・放出できるドラッグデリバリー技術を開発する。

炭酸カルシウムは鶏卵殻の主成分であり、カプセル素材

による鶏肉の汚染はないことも利点である。平成24年度

では、温和な条件下での物質内包法で抗体を包含させた

炭酸カルシウムを鶏へ投与し、その効果を研究した。ま

た、最終的な実用化に向けて、炭酸カルシウム・マイク

ロカプセルの合成過程に用いる原料等を全て食品添加物

などの可食品に適応できることも確認し、本プロジェク

ト研究の目標を達成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］食の安全、ドラッグデリバリーシステム、

マイクロカプセル、畜産物 

 

［研 究 題 目］共生細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性

獲得機構の解明 

［研究代表者］菊池 義智（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菊池 義智、堀 知行、西 郁美、 

青柳 智、会田 学 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの昆虫の体内には共生細菌が生息し、宿主に対し

て重要な生物機能を果たしている。最近我々は、作物害

虫であるカメムシ類が環境土壌中のフェニトロチオン分

解細菌を体内に共生させ、これによってフェニトロチオ

ン抵抗性になるという現象を発見した（フェニトロチオ

ンは有機リン系の農薬）。この発見は、「農薬抵抗性の形

質は昆虫自身の遺伝子によって決められている」という

これまでの常識を覆す発見であり、現行の化学農薬を用

いた害虫管理においては全く考慮されていない盲点とい

える。本研究では、野外調査と遺伝子発現の網羅的解

析・操作実験を有機的に組み合わせ解析することで、共

生細菌によるカメムシ類の農薬抵抗性の獲得機構および

分子基盤を総合的に明らかにすることを目的とする。本

年度の達成目標は以下の4つであった：①土壌へのフェ

ニトロチオン散布が分解細菌の感染動態に与える影響を

解明する；②野外農耕地でフェニトロチオン分解細菌の

自然感染が観察されるカンシャコバネナガカメムシにつ

いて、野外における共生実態を解明する；③フェニトロ

チオン分解細菌によるホソヘリカメムシ体外でのフェニ

トロチオン分解過程を解明する；④13C 標識フェニトロ

チオンの分解細菌への取り込みと13C のホソヘリカメム

シへの移行を解明する。これら研究目標に即して研究を

計画通り実施し、概ね本年度の研究目標を達成する事が

できた。①の研究課題においては、農薬散布時の土壌中

の農薬分解細菌の群集動態とホソヘリカメムシへの感染

動態を培養法および次世代シークエンサーによって解析

した。また、①に関連して、Burkholderia 属細菌のカ

メムシ共生器官への感染効率についても調査を行った。

②の研究項目に関しては、農薬分解細菌の自然感染個体

群が発見されたカンシャコバネナガカメムシについて、

その内部共生系の実態について分子系統解析や組織学を

含んだ複合的アプローチによって総合的に解明した。ま

た、③および④の研究項目に関しては、13C ラベルした

フェニトロチオンを用いて試験管内および生体内におけ

る分解細菌によるフェニトロチオンの分解過程を調査し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］応用動物、昆虫、微生物、環境微生物、

農薬抵抗性 

 

［研 究 題 目］CPP3の低温下における生殖細胞保護メ

カニズムの解明と高純度大量生産法の確

立 

［研究代表者］津田 栄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］津田 栄、西宮 佳志 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 北海道沿岸などの寒冷海域に生息する魚類が発現する

不凍タンパク質の中には非常に強い細胞保護機能を有す

る種類があり、それらは細胞保護ペプチド（Cell-
Preservation Peptide, CPP）と呼ばれている。CPP は

3つのタイプ（CPP1～3）に分類される。これまでの研

究により、CPP3は細胞膜と相互作用することが示唆さ

れているが、その詳細なメカニズムや保護性能の限界は

明らかになっていない。本研究では、特に CPP3がウシ

黒毛和種受精卵に対して発揮する保護効果を明らかにす

る。CPP3を大量生産するための遺伝子組み換え技術を

開発しこれが細胞毒性を有さないことを確認する。ウシ

黒毛和種の7日齢胚（受精卵）を＋4℃の CPP3細胞保存

液の中に浸漬し、同受精卵が発生を止めたまま何日間生

存できるかを解析する。この技術はヒトを含む哺乳動物
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の未成熟胚や受精卵の低温保存技術を開発する基礎とな

る。 

 大腸菌などの宿主を用いた遺伝子組み換え技術を改良

することによって、1L の培養液から0.4グラムもの

CPP3を作製する技術を開発した。従来のウシ黒毛和種

受精卵保存液であるリン酸緩衝液の代わりに、20%ウシ

血清ならびに20%HEPES 緩衝液成分を含む199培地を

用いることで同受精卵の細胞膜がきわめて良く守られる

ことが明らかになった。また、共焦点レーザー顕微鏡の

実験から CPP3が同受精卵の表面を覆う透明体を透過し

て卵内に侵入すること、さらに卵黄部分の細胞膜に到達

してこれを保護することが明らかになった。多次元核磁

気共鳴法（NMR 法）を用いて細胞膜アナログ物質の一

つであるナノ・ディスクと CPP3の相互作用解析を行い、

CPP3の細胞膜作用部位に関する NMR 信号情報を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、大量生産、細胞、膜保護、構造

解析、NMR、X 線  

 

［研 究 題 目］ナノピラー・ナノウォールによる1分子

分離・解析技術の開発 

［研究代表者］吉田 康一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、八代 聖基、山村 昌平、

阿部 佳織、村瀬 則夫、福岡 聡、 

大槻 荘一、田中 芳夫、伊藤 民武、

Biju．Vasudevan、平野 研、 

脇田 慎一（常勤職員12名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 当部門では、馬場教授が分担するサブテーマの内、が

ん原発巣より超早期に血液中に分離する循環がん細胞

（CTC）の分離・分析技術開発、および急性腎障害マ

ーカで尿中に放出される極微量タンパク質、ミッドカイ

ンを高感度で検出・同定する技術開発を分担する。 

研究計画： 

 CTC はがん転移の超早期診断に有効で、がん原発病

巣除去手術後のがん転移の可能性に関して効果的な予知

診断が可能になる。これを実現するため、当部門が有す

る一細胞レベルでの機能解析が可能な細胞チップを

CTC 検出へ応用する。また、ミッドカインのような極

微量タンパク質を非蛍光標識で検出・同定できる可能性

を有する、表面増強ラマン分光（SERS）の細胞表面分

子検出への応用を検証する。 

年度進捗状況： 

 血中循環がん細胞（CTC）の検出のため、直径

105 m 深さ50 m のマイクロチャンバーを2万個形成

したポリスチレン製細胞チップ基板を用いて、各マイク

ロチャンバー底に均一に90個ずつの白血球を単層配列す

る細胞チップを開発した。この細胞チップを用いること

で、白血球に培養肺がん細胞をスパイクしたモデル実験

系において上皮マーカーEpCAM およびサイトケラチン

の発現により正確に180万個に1個存在するがん細胞の検

出系を構築した（PLoS One, 2012, e32370）。この技

術を元に、現在は肺がん患者由来末梢血中に存在する

CTC の検出を、EpCAM、サイトケラチンおよび DAPI
の3重染色により一細胞レベルで検出することが可能に

なった。血中循環がん細胞（CTC）識別やバイオマー

カー計測には高感度な計測法が必要となる。分子識別能

力が高く単一分子感度を有する表面増強ラマン散乱

（SERS）を用いて高感度計測のモデル系による基礎検

討を行った。SERS 法の難点とされるシグナル揺らぎの

原因が金属ナノ粒子上における数オングストロームレベ

ルの分子揺らぎであることを解明し、SERS シグナルの

適切な解釈を可能とした（J. Chem. Phys. 2012, 136: 
024703）。モデル細胞として酵母を用い SERS 分光法と

阻害検定法を組み合わせることで細胞周期と同期して発

現する細胞表面タンパク質分子を直接観測できた。本結

果は SERS を用いた細胞識別技術に応用可能である

（Langmuir 2012, 28: 8952）。更に、金属ナノ粒子が

自然吸着しないピロリ菌や大腸菌をモデル細胞の対象に

選び、光還元ナノ粒子作成法と SERS 分光法を組み合

わせることにより単一細胞 SERS 検出に成功した 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］循環がん細胞、急性腎障害、がん転移、

細胞チップ、表面増強ラマン散乱 

 

［研 究 題 目］発酵乳製品副産物ホエー機能成分を活用

した高齢者用人工唾液の開発 

［研究代表者］苑田 晃成（健康工学研究部門） 

［研究担当者］苑田 晃成、小比賀 秀樹、垣田 浩孝 

（常勤職員3名）  

［研 究 内 容］ 

 チーズやヨーグルトなどの醗酵乳製品の製造中に大量

に排出される、副産物ホエーは、唾液としての有効成分

を多く含んでいるにもかかわらず、有効利用されず廃棄

コストが必要であり、ホエーの有効利用が望まれている。

本事業では、ホエーの有効成分を破壊することなく、老

化、生活習慣病、薬の副作用、過労やストレス、免疫疾

患、癌等で唾液分泌量が低下した人のための人工唾液を

作成し、医薬品ではなく「飲料」として市場に提供し、

手軽に購入出来るように、製品化するための技術確立を

実施する。 

 そのため、共同研究体制を構築し、１）余剰物質除去

法の確立、２）ホエーの殺菌方法の検討、３）ホエーの

粉末化の検討、４）人工唾液の機能性評価、５）飲料と

しての試作品作成およびユーザー評価の項目で分担研究

を実施した。産総研は、岐阜大学の研究グループと共に、

殺菌方法の検討を行った。 

 平成23年度は冷凍保存した原料および各処理後のサン

プルを評価したが、食品衛生上問題となる細菌は認めら
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れなかった。平成24年度、出来立てで、まだ暖かい原料

をその場で、炭酸ガス処理を行った後、冷蔵保管した試

料について、評価した。食品衛生上問題となる細菌は認

められなかった。 

 一方、上記試料を輸送後、細菌検査を行ったところ、

一般細菌、セレウス菌、乳酸菌、大腸菌等の汚染の可能

性が認められた。原料の採取、余剰物質除去、輸送の過

程で汚染された結果と判断した。そこで当該試料を炭酸

ガス10気圧40℃24時間の条件で殺菌したところ、上記微

生物群の殺菌が確認された。現在行われている作業工程

の範囲であれば雑菌汚染が生じても、炭酸ガス殺菌が適

用できる物と判断した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ホエー、人工唾液、殺菌、一般細菌、乳

酸菌、大腸菌群 

 

［研 究 題 目］高機能簡易型有害性評価手法の開発にお

ける培養細胞を用いた有害性評価法の

OECD テストガイドライン化｢免疫毒性

試験バリデーション｣ 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩（常勤職員2名）  

［研 究 内 容］ 

 本事業は、化学物質のリスク評価・管理の効率的な実

施のため、遺伝子導入、幹細胞分化誘導、遺伝子発現等

の技術を培養細胞に活用して開発された高機能で簡易な

有害性評価手法、特に免疫毒性予測試験法を OECD テ

ストガイドラインにするために必要な知見を整備するこ

とを目的とする。 

 本試験においては、毒性マーカー遺伝子である IL-8
のプロモーターと橙色発光ルシフェラーゼを、また内部

標準用遺伝子である GAPDH 遺伝子のプロモーターに

赤色発光ルシフェラーゼを連結したカセットを THP-1
細胞のゲノムに挿入した免疫毒性評価用多色発光細胞

（THP-G8細胞）を用い、コード化された被試験物質に

ついて、指定のプロトコールに従い実験を3～4反復行い、

各被試験物質に対する免疫毒性の評価を行った。被験物

質の陽性あるいは陰性の判定は、プロトコールに規定さ

れた被験物質処理による IL-8および GAPDH の転写活

性化あるいは転写抑制化の比から算出されるクライテリ

アにより判定した。その結果、PhaseIIa バリデーショ

ン試験においては10被験物質のうち、6物質を陽性、4物

質を陰性と判定した。続いて実施した PhaseIIb バリデ

ーション試験においては15被験物質のうち、3物質を陽

性、その他の物質は陰性と判定した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］化学物質毒性評価、発光細胞、免疫毒性、

ルシフェラーゼ、THP-1細胞 

 

 

［研 究 題 目］石油精製物質等の新たな化学物質規制に

必要な国際先導的有害性試験法の開発 

［研究代表者］中島 芳浩（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中島 芳浩、室冨 和俊、安部 博子、

丹羽 一樹、岩城 知子、大西 尚子 

（常勤職員4名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、これまで実施された動物を用いる28

日反復投与毒性試験において、化学物質によって毒性が

発現する可能性が高い、肝毒性、腎毒性、神経毒性のそ

れぞれの毒性に関して、簡便で高精度の in vitro 試験系

を開発する。その開発手段として、肝毒性および腎毒性

では、人工染色体や多色発光技術といった我が国で開発

された先端技術を導入、毒性の主要バイオマーカーを用

いたレポータージーンアッセイを開発し、簡便かつ精度

の高い in vitro 試験法を開発することを目的とする。 

 本年度は、臓器特異的毒性評価細胞群の開発、および

HTP 試験システム構築に向け、各種発光レポーターを

導入したマウス人工染色体（MI-MAC）ベクター導入

モデル株化細胞（A9細胞）を樹立し、MI-MAC ベクタ

ーのレポーターベクターとしての基本性能を検証した。

その結果、MI-MAC ベクターへのレポーター遺伝子の

挿入により、クローン間のバラツキの極めて小さい均一

な細胞集団が、従来の樹立方法と比較し簡便且つ短期間

で樹立できることを明らかにした。また、これらの樹立

した細胞の発光強度は、従来法で樹立した細胞よりも顕

著に高いこと、さらに長期間の継代培養による経時的な

発現（発光）の消失は起きず、長期間安定に発現（発

光）することも明らかにした。また緑色に発光する MI-
MAC 導入 A9細胞をモデルとして、96ウェルマルチプ

レートを用いた HTP アッセイを実施したところ、各ウ

ェルから発する発光は高い精度で測定可能な発光値を示

すこと、また細胞刺激に応じた転写活性化を正確に検出

できることが確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ルシフェラーゼ、発光細胞、レポーター

アッセイ、人工染色体ベクター、化学物

質毒性評価、 

 
［研 究 題 目］次世代自動車用触媒開発のための小型ハ

ニカム触媒の試作・評価イノベーション

実証研究「クリオゲル法によるセリア材

の高性能化と粉体およびハニカム触媒評

価」 

［研究代表者］多井 豊 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］多井 豊、尾崎 利彦 

（サステナブルマテリアル研究部門）、 

小渕 存、難波 哲哉、内澤 潤子、 

古谷 博秀、高橋 栄一、篠崎 修 
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（新燃料自動車技術研究センター） 

（常勤職員8名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 省セリア材の開発においては、ゾルゲル技術を駆使し

てセリア-ジルコニア系均一ゲルを調製し、ゲルの乾燥

に凍結乾燥法を採用することで、従来の共沈法にて作製

された同触媒に比べて、優れた耐熱性能や高い酸素貯蔵

放出（OSC）性能が得られることを確認した。例えば

1000℃で5時間、空気中で耐久試験を実施した後の500℃

における OSC は、共沈触媒の162µmol/g-cat に対して

クリオゲル触媒が186µmol/g-cat と、約15%の改善が見

られた。クリオゲル作製手法により一次粒子間のネック

数を減少させたことが、触媒の耐熱性と OSC 性能の向

上をもたらしたものと考えられた。 

 研究担当者は、本ゲルにスズを添加することにより耐

熱性や OSC 性能が改善することを既に見いだしていた

が、本プロジェクトではさらに第四元素を少量添加する

ことで、耐熱性能や OSC 性能が一層向上することを見

いだした。例えば、300℃における1000℃20時間のスチ

ーム耐久試験後の OSC は、CeO2-ZrO2に比べて3～5倍、

CeO2-ZrO2-SnO2に対しても1.5～2.3倍の増大となった。

第四元素の添加により、高温下での粒子成長が抑制され、

またセリアの還元温度が低下したことが、上述した優れ

た OSC 性能を発現した要因と考えられた。 

 粉体触媒試料の共通評価においては、本プロジェクト

において作製されるセリウム低減触媒の性能評価を行っ

た。性能評価においては、排ガスに含まれる窒素酸化物

（NOx）、炭化水素（HC）および一酸化炭素（CO）を

同時に除去する性能（三元触媒性能）を測定した。測定

を迅速に行うために5連触媒活性試験装置を用いて迅速

に行った。また、5連触媒活性試験装置を0.5Hz で O2濃

度を変化させることができるように改良し、より実排ガ

ス条件に近いパータベーション三元触媒性能評価も行っ

た。121種類の新規触媒活性の評価を行った。 

 また、触媒活性に影響を及ぼす酸素貯蔵能（OSC）

の新規測定方法としてパータベーション CO 酸化反応法

を提案した。本方法では反応に実際に使用される酸素量

（有効 OSC）に加えて酸素放出速度（OSC-r）を同時

に定量可能であり、一般に用いられる方法で得られる移

動可能酸素量よりも、触媒反応解析によって有益な情報

を得ることができるようになった。 

 ハニカム触媒評価においては、実車のモード試験によ

り、現状のセリア含有排ガス触媒に加え、本プロジェク

トで開発された新規触媒4種類についての評価実験を実

施し、触媒の排気ガス浄化特性等、基礎特性に関する評

価、並びに今後の小型ハニカムの評価実験に供する比較

のためのデータを取得した。具体的には、シャシダイナ

モにより実車を JC08モードにて走行させ、被評価触媒

の上流と下流での排出ガス成分濃度、並びに温度等を時

系列的に測定することによって、過渡的な現象を含めた

さまざまな排出ガス条件での浄化性能、および各種特性

の評価を実施した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、環境・

エネルギー 

［キーワード］セリウム使用量低減、三元触媒、酸素吸

蔵放出特性、実車触媒性能評価 

 
［研 究 題 目］希少金属代替材料開発プロジェクト 
       「Nd－Fe－B 系磁石を代替する新規永

久磁石の実用化に向けた技術開発／窒

化鉄ナノ粒子の大量合成技術およびバ

ルク化技術の構築／窒化鉄ナノ粒子の

表面修飾と低温焼結技術の開発」 
［研究代表者］尾崎 公洋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］尾崎 公洋、高木 健太、中山 博行 

（サステナブルマテリアル研究部門）、

安岡 正喜、砥綿 篤哉、杵鞭 義明 

（先進製造プロセス研究部門） 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 
 これまで開発してきた、電場、力場、温度場を最適に

制御できる複合場焼結技術を基に、窒化鉄ナノ粒子を低

温での通電焼結を試みた。200℃以下での焼結によって、

比較的強固なバルク体を作製することができた。バルク

体にミクロレベルのポアは観察されず、金属光沢のある

高密度焼結体を作製することができた。ただし、密度換

算をすると100%の焼結密度ではなかったため、通常の

SEM では観察できないナノレベルでの空孔があるもの

と思われる。このようなナノポアを無くし、さらなる高

密度化を行うための技術開発が必要である。 

 また、緻密化における表面層の影響を検討した。表面

層のシェル部分のクリープ変形を利用してコアとなる磁

性材料の粒成長を防ぎながらバルク体の緻密化を図るも

のである。現時点ではシェルの材料候補として考えられ

るアルコキシド系由来のシリカガラスに関して高圧化に

おける低温焼結挙動に関する実験を行い、コアシェル粒

子を緻密化するための条件を導いた。その結果アモルフ

ァス SiO2がガラス転移温度以下であっても、高圧力に

よりクリープ変形を誘起することを見出した。ここで得

られた条件を元に、当方で作製したフェライト系ナノ粒

子をコアに、シリカ系材料をシェルとして用いて、コア

シェル構造ナノ粒子の低温による緻密化を試みた。その

結果、コアに対するシェルの厚みが1/10程度のコア－シ

ェル構造のナノ粒子の合成とその緻密化を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］磁石、希土類フリー、ナノ粒子、低温焼

結、巨大磁気モーメント、コアシェル

構造 
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［研 究 題 目］航空機中空複雑形状鋳物用、砂型差圧鋳

造技術の開発 
［研究代表者］多田 周二 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］多田 周二、尾村 直紀 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 少量の水を添加した砂を凍結して造型した凍結鋳型は、

鋳造後の崩壊性に優れるという利点を有する。本研究で

は、この凍結鋳型の特長を活用することにより、製品鋳

造後の中子の除去作業にかかる作業負荷の軽減を目的と

して、複雑な中空形状を有するギヤボックスなど航空機

用アルミニウム合金鋳物を対象とした差圧鋳造プロセス

に凍結鋳型および凍結中子を適用するための技術開発を

行った。 

 研究の初年度である平成24年度は、対象製品の寸法形

状に適合させるため、凍結鋳型の大型化および凍結中子

の長尺化に取り組んだ。長辺300x 短辺150x 直径15mm
の L 字型中子を対象として、まず、これを鋳ぐるむこ

とのできる母型の凍結技術を検討した。生産性に優れる

減圧凍結法を中子を、多用する曲面部の多い鋳型に適用

するため、ベントホールを必要とせず素材そのものが通

気性を有する型枠材の開発を行った。低温環境で用いら

れることを考慮して低温下での強度特性に優れるポリエ

チレンを原料とし、その粉末を焼結することによって多

孔質のポリエチレン板を作製した。この板の通気度を測

定した結果、減圧凍結法にも十分使用できる値であるこ

とが確認できた。開発したポリエチレン板を用いて実際

に鋳型の凍結試験を行ったところ、上述の L 字型中子

を配置できるサイズ（340x336x60mm）の凍結母型を問

題なく製造することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］鋳造、アルミニウム合金、凍結鋳型、中

子 

 

［研 究 題 目］同時複数組成蒸着膜製造技術による安

全・小型・低コスト水素検知センサおよ

びシステムの製品化 
［研究代表者］松田 直樹 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
2015年に全国で100カ所の水素ステーション設置計画

が推進されている。ところが、現在の水素ステーション

等での水素検知器は、サイズやコスト等の問題から多点

に配置して水素漏れ箇所を特定するのは困難である。本

開発では同時に複数組成の蒸着膜を作製できる新しい蒸

着装置を試作し、高度な蒸着技術により水素検知薄膜の

性能・信頼性・生産性の向上を図り、安全・小型・低コ

ストの水素検知センサ及びシステムの開発を行う。 

平成24年度は、九州計測器㈱と協力し、光導波路型セ

ンサチップデバイスの大きさや光路長等をパラメータと

して実験し実用化のための基礎データを取得した。特に

素材として実績のあるガラス製導波路を用いて光路長や

サイズに関する基礎的データを取得し、九州計測器㈱が

製作する光導波路のための知見とする。一方、九州計測

器㈱は将来の量産化、低コスト化に向けて、樹脂製の光

導波路を用いた試験を行った。また、スラブ光導波路は

「光導波路」「光源」「受光素子」「光ファイバ」で構成

されるため、それぞれの構成部において最適な応答と小

型化および操作性を考慮した設計を行う必要性がある。

水素検知薄膜は導入する光源の波長によっても応答特性

（検知速度）が異なることから、開発する水素検知膜で

検知感度の高い光源および受光素子の選定を行うべきで

ある。 

反射回数が多いほど、水素に対する応答性が高いこと

は確認できた。ただし、光路長が長いほど、光の減衰も

あるためむやみに長くすることは適さない。特に樹脂製

基板の場合は内部で光の拡散等が大きいため光路長は限

られる。実際、樹脂製基板でも厚さ2mm、長さ10mm、

反射回数3～4回であれば十分に応答を確認できた。また

薄くすることで短い光路長で反射回数を多くすることに

なるが、製品とする際の組込みや調整さらに製造コスト

の面から吟味する必要がある、こと等が分かった。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］水素ガス検知、スラブ光導波路分光法、

Mg-Ni 合金ナノ薄膜 

 

［研 究 題 目］省エネルギー・高効率水熱反応技術の開

発 

［研究代表者］井上 誠一（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］井上 誠一、藤本 真司、福田 和義、

新 優子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究開発では、エネルギー源の多様化と化石燃料

への依存度の低減に向けて、再生可能な資源としてのバ

イオマスから、水熱処理および触媒反応を利用し、バイ

オ燃料を製造するための技術開発を目的としている。プ

ロジェクトは新エネルギー・産業技術総合開発機構から

鹿児島大学に委託されており、BRRC はそこからの再

委託で研究を実施している。本研究では、製糖工場から

排出されるバイオマス（バガス、廃糖蜜）に水熱処理を

施し、含酸素化合物を製造するための研究を実施してお

り、水熱処理技術の省エネルギー・高効率化を目指して

いる。今年度は、バガスを原料として後段の触媒反応で

用いる含酸素化合物をより低温で製造することを目指し、

触媒添加の水熱反応を行いその効果を検討した。さらに

廃糖蜜の水熱処理および燃料サンプル製造についても検

討した。 
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 バガスを原料とした水熱処理では、触媒を添加するこ

とにより無添加の場合と比較して、含酸素化合物製造に

おける処理温度の低温化や含酸素化合物の収率を向上で

きることを明らかにした。また、主成分として得られた

化合物は、主にヘミセルロースが分解して得られる成分

であることがわかった。さらに廃糖蜜の水熱処理や燃料

製造のための水熱処理も併せて行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バガス、廃糖蜜、水熱処理、含酸素化合

物、バイオ燃料 

 

［研 究 題 目］山側における「間伐材から機能化混練型

WPC 変換まで一貫したシステム」の実

証化研究 

［研究代表者］遠藤 貴士（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、李 承桓、岩本 伸一朗、 

谷岡 拓弥、下地 良平 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究では、間伐材の利活用のための技術開発とし

て、木質から効率的にバイオマスフィラーを製造して樹

脂と複合化させ、既存の樹脂製品を代替可能な混練型木

材プラスチック複合材料（WPC）の製造技術開発を目

標としている。 

 混練型 WPC の開発においては、バイオマスフィラー

の形状が複合材料の強度物性に影響することから、本年

度は、電子顕微鏡によるバイオマスフィラーの形状評価

とともに前年度に構築した沈降法による特性評価を実施

した。バイオマスフィラーの調製はスギ間伐材を原料と

して、ディスクミルを用いて湿式で多段階粉砕すること

により行った。得られた含水フィラーを樹脂と複合化さ

せるために低温乾燥を行い、続いて生成した凝集物を短

時間乾式粉砕することにより、湿式粉砕と乾式粉砕の組

み合わせ効果を粉砕物の粒度分布および沈降性から比較

した。その結果、乾式粉砕物の特性は湿式粉砕時の工程

に大きく影響され、多段階で湿式粉砕して微細化を進行

させたフィラーでは、乾燥により凝集が起こるものの乾

式粉砕により微細化され樹脂複合化が可能であることが

分かった。粉砕物の沈降速度を解析した結果、乾式粉砕

により、フィラーの微細化度合いが均一化されることも

分かった。さらに、沈降速度と粒度分布測定結果を比較

することにより、フィラーの毛羽立ち具合を評価できる

ことが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］間伐材、フィラー、複合材料 

 

［研 究 題 目］植物 CO2資源化研究拠点ネットワーク 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、美濃輪 智朗、北浦 敦志、

孫 孝政（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本テーマは、生産性が高くかつ工業材料としての利用

可能性が高いスーパーバイオマスを育種し、化学品やマ

テリアルへの高効率転換技術の基盤開発を行うための研

究拠点ネットワークを産学官で連携して構築することを

目標としている。マテリアル利用としては、バイオマス

から得られ軽量高強度材料への応用が進められているセ

ルロースナノファイバーへの利用性評価を実施し、育種

へのフィードバックを行った。また、利用技術のトータ

ルプロセスの経済性、環境性、社会環境への影響評価

（LCA）についても実施した。 

 バイオマス種によるナノファイバーの製造特性につい

ては、連携先から提供された既存の木質系および草本系

バイオマスについて、小型ボールミルを用いて湿式粉砕

を行い、生成物の粒度分布評価、比表面積評価、高分解

能電子顕微鏡による形状評価を行った。その結果、針葉

樹は広葉樹と比較してナノファイバー化しやすいことが

わかった。また比表面積の評価方法として、一般的な乾

燥試料を用いたガス吸着による BET 法と比較して、

NMR 法を用いた湿式比表面積測定では、迅速な相対比

較方法として有効であることが確認できた。 

 トータルプロセスの経済性、環境性、社会環境への影

響評価（LCA）については、経済性、環境性評価に必

要なデータ項目の抽出を行うために、各研究拠点を訪問

して、研究内容の確認、トータルプロセスの中での位置

付けの議論、LCA の意義の説明、評価範囲の設定、

LCI（インベントリデータ）の収集の議論を行った。こ

れにより、参画する研究機関の LCA に関する意識を共

有する体制の構築を図った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマス、ナノセルロース、LCA 

 

［研 究 題 目］スラリー層反応による触媒寿命、ガス組

成影響、生成物条件の検討及びコンパク

ト液化装置、熱回収の研究開発 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］宮澤 朋久、志村 勝也、横山 英幸 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 この研究ではバイオマスと石炭の共ガス化を可能とす

るタール改質塔を備えた循環流動層ガス化炉の開発と、

耐タール・耐硫黄性能を持つ炭化水素合成触媒の開発に

よって、次世代バイオマス液体燃料製造システムを開発

することを目標としている。プロジェクトは新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構から石炭エネルギーセンター

と岐阜大学に委託されており、BRRC は岐阜大学から

の再委託で触媒に関する研究を実施している。具体的に
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は産総研が保有するスラリー層反応装置を使って、岐阜

大学が開発した触媒の寿命、原料ガスの組成に対する触

媒への影響、触媒の性状による生成物組成への影響を調

べる。さらにこの結果に基づいて、スラリー層反応装置

のコンパクト化の検討、熱回収の効率化のための検討を

実施する計画である。研究は10月からスタートしたが、

岐阜大学から触媒が提供されなかったため、BRRC が

独自に開発した2種類の Fischer-Tropsch 合成触媒を用

いて、触媒性能の評価及び原料ガス中の硫黄に対する触

媒の影響を検討した。その結果、硫化水素濃度が

20ppm の場合は、明らかな阻害が起きたが、5ppm の

場合は8時間程度は触媒性能が維持されることが確認さ

れた。また触媒寿命を評価するために、長時間の自動運

転が可能な触媒寿命評価装置を設計した。残りの課題に

ついては、平成25年度に実施する予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Fischer-Tropsch 合成、触媒、リアクタ

ー 

 

［研 究 題 目］ボルネオ生物多様性保全のためのパーム

バイオマスを活用した革新的グリーン産

業の創出 

［研究代表者］平田 悟史（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研 究 内 容］ 

 ボルネオ島にはパームオイル工場が多数存在するが、

いずれもエネルギー効率は悪く、大量の廃棄物が環境中

に排出され、生物多様性の保全に悪影響を及ぼしている。

そこで九州工業大学が代表となり、九州大学、産総研と、

マレーシアプトラ大学、サバ大学が連携して、パーム産

業から発生する廃棄物を有効利用する技術を開発すると

ともに、パームオイル工場のエネルギー効率を改善する

ことによって、グリーン産業の創出と環境保全を目指し

た研究を進めている。プロジェクトは5月に採択された

のち、プロジェクトの詳細計画を策定するとともに、国

際協力機構、科学技術振興機構による現地調査が10月に

実施され、計画の検証が行われた。平成25年度は準備期

間であり、BRRC には研究予算はついていない。 

 BRRC ではパームバイオマスを用いた前処理・糖化

技術の研究開発を平成25～26年度に、パームバイオマス

からのナノファイバー製造研究を平成26～28年度に、糖

化液からの有用物質生産技術の開発を平成27～28年度に

それぞれ実施する計画となっている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］パームバイオマス、分解、糖化、ナノフ

ァイバー 

 

［研 究 題 目］北海道独自の機能性素材の発掘可能性調

査にかかる評価試験に関する研究 

［研究代表者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森田 直樹、坂下 真実、扇谷 悟 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 食素材の高付加価値化と「北海道ブランド」の確立の

ため、北海道の独自性・優位性を活かした新たな機能性

食素材発掘への期待が高い。本研究では、北海道内の研

究機関が有する医薬品候補物質の活性評価手法を活用し、

北海道独自の機能性食素材の発掘を目的とする。 
 北海道内で採取、栽培可能な植物の中から、新規の機

能性植物素材及び機能性成分の発掘可能性を調査した。

具体的には、健康機能性が期待できる数種類の植物の抽

出物について、医薬品開発でも使用されている評価手法

（核内受容体活性評価）を用いて機能性のスクリーニン

グを行った。活性が高い抽出物について、成分分画した

試料の活性評価を行い、新規の機能性成分の同定を試み

ている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］核内受容体、北方系高機能作物、植物素

材、高機能作物素材、健康食品、レポー

ターアッセイ 

 
［研 究 題 目］VOC 検知器評価法の国際標準化 

［研究代表者］松原 一郎 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］松原 一郎、伊藤 敏雄、申 ウソク、 

伊豆 典哉、赤松 貴文、橋本 めぐみ

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 揮発性有機化合物（VOC）は、シックハウス症候群

の原因物質であり、室内環境や作業環境を安全に保つた

めに、簡易型 VOC 検知器を用いたその場モニタリング

に対するニーズが高まっている。しかし、簡易型 VOC
検知器の評価法は確立されておらず、各メーカーが独自

の手法で評価しているのが現状であり、測定結果の信頼

性に関する客観的なデータは提供されていない。 

 室内環境を保つ為の自主的取り組みにおいて、簡易

VOC 検知器を用いたモニタリングのニーズが高まって

いるものの、これら VOC 検知器の評価法は確立されて

おらず、各メーカーが独自の手法で評価しているのが現

状である。 
 本事業では、VOC 検知器評価法の国際規格の制定を

目指し、ISO/TC146（大気の質）/SC6（屋内空気）の

中で ISO16000-29 ”Test methods for VOC detectors”
の DIS 原案の審議経過を踏まえ、FDIS 原案を作成す

る。 

 当該標準化事業の実施に当たり、上記目標を達成する

ために、各種 VOC 検知器を用いた評価法の検証、国内

委員会活動及び国際会議活動を行った。各種 VOC 検知

器を用いた評価法の検証では、標準応答試験ガスを用い

て、規格原案に定めている標準応答試験の妥当性を評価
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した。特に重要と考えられる短期安定性試験、湿度試験、

測定範囲を超える動作試験、電力変動試験を規格案に則

って実施した結果、いずれも設定した検知器が示す表示

濃度値の変動幅を下回っており、評価法が妥当であるこ

とを示した。 

 また、TC146/SC6/WG16会議では、各国からの DIS
案へのコメントに対応した修正を行い、引き続き DIS
投票を行うことが決定した。DIS 投票は可決された。 

 以上の結果より、評価法の実験的な検証を行い作成中

の規格案に適切に反映させ、目標に定めた ISO16000-

29 ”Test methods for VOC detectors” の DIS 化を達成

し、FDIS 案配布の見通しを得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］ガスセンサ、揮発性有機化合物、評価法、

国際標準化 

 

［研 究 題 目］マイクロフォーカス X 線 CT 用圧力容器

を用いた透水係数変化の計測および内部

破壊構造プロセスの観察 

［研究代表者］高橋 学（地質情報研究部門） 

［研究担当者］高橋 学（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 岩石の破壊プロセスの進展に伴う構造変化と透水挙動

との関連を解明するためマイクロフォーカス X 線 CT
用圧力容器を用いたデータ取得および解析を実施する。 

研究計画： 

 中国側から提供を受けた岩石供試体を用いて、マイク

ロフォーカス X 線 CT 用圧力容器にて透水試験を実施

し、原位置の圧力下における岩石内部構造変化と透水性

変化に関するデータ取得および解析を実施する。 

進捗状況： 

 研究開始時に、ベレア砂岩を用いた三軸透水試験を実

施し、透水係数と比貯留率（水をためる能力）を軸圧の

変化に対して計測した。この結果および応力ひずみ関係

から、三軸応力下における CT 撮影の応力条件を決定。

三軸応力条件下における圧力容器のリークチェックやひ

ずみの換算、応力の評価などのキャリブレーションを実

施した。これら一連の準備段階が終了したところで、マ

イクロフォーカス X 線 CT のターンテーブル上に設定

した三軸圧力容器を用いて、事前に決定した軸圧条件に

おいて CT データ取得を行った。得られた CT データは

VGStudioMax および EXFactAnalisys にて解析を実施。

これらデータ整理に関しては来年度実施予定となってい

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］µフォーカス X 線 CT、岩石内部構造、 

透水係数 

 

 

［研 究 題 目］岩石の空隙構造の定量化に関する研究 

［研究代表者］高橋 学（地質情報研究部門） 

［研究担当者］高橋 学（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 中国側から提供を受けた岩石供試体を用いて、密度他

の基本物性を把握したのち、水銀圧入式ポロシメータお

よびガス吸着装置にて、岩石内部空隙の幾何学情報を取

得することを目標とする。 

研究計画： 

 送付されてきたサンプルのカッティングを行い、計測

に適用できるサイズに縮小し、乾燥過程（約2週間）を

経て計測に至る。装置の事前準備として用いる測定セル

のブランクデータを取得した。この過程により、精度よ

くそして再現性のある空隙率データを取得することがで

きる。測定結果として空隙率のほか、自然密度や空隙サ

イズ分布等の情報も得られるので、これらの値を整理し、

まとめた。報告書では、装置の原理や詳細なスペック、

そしてデータ解析の内容に関して網羅し、生データのほ

か、各種図面を用いた整理も行い、報告書とした。 

進捗状況： 

 中国側から提供された岩種は堆積岩3岩種21サンプル、

花崗岩1岩種5サンプル、大理石1岩種15サンプルの合計5

岩種41サンプルとなった。通常の計測手法に準じて、サ

ンプルのカッティングを行った。おおよその空隙率を想

定し、10mm cube、もしくは10×10×20mm サイズと

した。110度で約1週間の真空乾燥後、実験に供した。残

りのサンプルはデシケータ中にシリカゲルと一緒に保管

した。計測自体は完全にルーティン化されており、実験

終了後データ解析を実施した。得られたデータから空隙

サイズ分布および空隙率を評価し、表に整理した。空隙

サイズ分布は種々の物性と関連することから重要視され、

今回の計測結果も岩種毎にµ以上のサイズ、µ以下のサ

イズ分布に特徴が現れた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］空隙、水銀圧入式ポロシメータ、空隙率 

 

［研 究 題 目］岩石の変形と間隙流体圧との相互作用に

関する実験的研究 

［研究代表者］高橋 学（地質情報研究部門） 

［研究担当者］高橋 学（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 地下空間施設の安全性を取り扱う際には、間隙流体の

流れや圧力変化の岩盤の変形に及ぼす影響を評価するこ

とが重要である。このためには、岩石の変形と間隙流体

の相互作用を連成解析と呼ばれる数値解析手法によって

予測する必要があり、相互作用に関連する物性値を実験

的に求めなければならない。このような相互作用に関連

する物性値を、岩石の三軸圧縮試験装置を用いて求める
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ことを目的とする。 

研究計画： 

 国内で入手可能な砂岩と頁岩試料を選定するとともに、

これらを用いて三軸圧縮試験を実施し、各岩種における

以下の物性値を取得する。①排水条件における体積弾性

定数、②非排水条件における体積弾性定数とスケンプト

ンの B 値、③透水係数。なお、間隙流体には水と超臨

界 CO2の2種類を用い、砂岩・頁岩試料各1個について

上記データ取得を行う。 

進捗状況： 

 国内で入手可能な砂岩と頁岩を用いて三軸圧縮試験を

実施した。用いた間隙水圧媒体は水と超臨界二酸化炭素

である。一般的に砂岩と頁岩の空隙サイズや空隙率そし

て空隙の連結性から砂岩の透水係数は頁岩の透水係数よ

りも大きいことが認められている。当該実験結果も通常

の透水試験手法とな異なるものの、この概念の範囲内に

相当する。より、詳細な検討のためには、空隙サイズ分

布や空隙率そしてマイクロフォーカス X 線 CT を用い

た空隙の三次元幾何学情報の抽出が必要と考えられる。

もう一つの水理定数である非貯留率は媒質が水などの媒

体を取り込むあるいは吐き出す能力の指標であるが、通

常の透水試験手法と同じように砂岩が若干大きな値を示

しているが、両岩種ともオーダー的には通常の試験手法

で得られた値と同じである。その他多孔弾性定数に関し

ては、原理的な各定数の概念からするとほぼ同じ様な値

を示しているが、参照すべき既存データが少なく、また

実験中の応力条件の保持に精度上の問題があり、現時点

で議論できるだけの精度となっていない。特に超臨界二

酸化炭素条件における物性値には今後改善の余地がある

と考えられる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ポロエラ実験、変形係数、間隙水圧効果 

 

［研 究 題 目］平成24年度二国間交流事業共同研究・セ

ミナー 

［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］石塚 治、下司 信夫（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究はマグマが地殻内を長距離移動する際、移動す

るマグマとその周囲の岩石にどのようなプロセスが、ど

のような条件下で作用するのかを解明することを最大の

目的とする。このため、過去のマグマ移動の記録が地表

に露出するスコットランド西部地域で、Mull 島から南

東方向に300km 以上にわたって伸びるダイク（岩脈）

システムについて地質調査及び試料採取を実施した。現

時点で以下のような知見が得られた。a）調査地域で長

距離移動したマグマは玄武岩マグマが主体であるが、中

にはかなり分化した安山岩–デイサイト組成のものも含

まれ、特に遠方で分化したマグマが多く認められる。

b）化学組成および岩石学的特徴の違いと、露頭での岩

脈の交差関係から、マグマ移動イベントに複数のステー

ジがあることを確認した。マグマの化学組成上の特徴か

ら、Mull 島で知られている特定の噴火ステージに対比

できると考えられる。c）帯磁率異方性及び結晶配列の

データから、マグマの移動方向は、Mull 島内のマグマ

システム中心部では概ね垂直成分が大きいのに対し、離

れるに従って水平成分が大きくなる傾向があることが明

らかになった。d）各岩脈形成時の古地磁気方位を得て

いる。注目すべき結果の一つは、大きく組成の異なるマ

グマが同じ場所に貫入することで形成された複合岩脈に

ついて、古地磁気方位の決定により、いずれのマグマも

数百年以内に貫入したことが明らかになった。このデー

タは長距離移動したマグマの挙動を検討する上で大きな

制約を与える。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］マグマ、ダイク、長距離移動、Mull 島 
 

［研 究 題 目］製鋼スラグと浚渫土により造成した干

潟・藻場生態系内の物質フローと生態系

の評価 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之、谷本 照己、高橋 暁、 

村尾 厚子（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 干潟・藻場（アマモ場）生態系の再生・創出のために

必要とされる造成土壌を、製鋼スラグと浚渫土の混合土

壌で代替した場合の物質フローを含む生態系の特徴及び

優位性を、科学的な根拠のもとに明らかにし、生態系の

再生・創出が環境劣化を引き起こす自然砂の採取に依存

することなく、環境再生と資源再生が Win-Win の関係

で成り立つことを示す。 

 平成23年度の脱リンスラグと脱炭スラグを用いた予備

実験により、脱炭スラグを主体とする混合土壌について

は固化が発生し、長期的なアマモの生育に重大な影響を

及ぼすことを示した。そこで、藻場マイクロコズム実験

で使用する製鋼スラグは脱リンスラグとし、コントロー

ルとして天然砂（ケイ砂）を使用することとした。スラ

グと浚渫土の混合比は、浚渫土乾燥重量比（百分率）で

8、15、30および75%とし、ケイ砂と浚渫土の混合比も

同じとした。なお、スラグやケイ砂を混合しない土壌の

傾向を把握するため、浚渫土単独（100%）の試験泥も

設置した。 

 2012年11月初旬に、内寸90×110cm、深さ67cm の角

形水槽に上述9種の混合土壌をそれぞれ厚さ18cm で敷

き詰め、阿賀臨海実験場にて天然海水を掛け流した。な

お、土壌表面から1、6、12cm の深さに間隙水採取用の

フィルターを埋設した。アマモ移植最適時期である12月

初旬に天然アマモ場から採取したアマモを地下茎5cm、

葉長40cm に切り揃え、各水槽に80本ずつ移植した。水

槽内のアマモの株数と葉長、間隙水中の pH、栄養塩濃
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度等の経時変化および底生生物の出現状況を調べた。 

 藻場マイクロコズム実験を開始し、約4ヶ月間モニタ

リングを行った結果、アマモの成長に差は認められるも

のの、全ての混合土壌においてアマモ葉長と株数は増加

し、また底生生物の出現に大きな違いは認められないこ

とから、藻場生態系形成の初期段階と判断された。今後、

土壌の特性に応じたアマモの成長や底生生物の出現が発

生すると推察した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］製鋼スラグ、アマモ場、浚渫土、産業副

産物、物質循環 

 

［研 究 題 目］中海浚渫窪地の埋め戻し時の高精度音響

モニタリングに関する研究 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀、西村 清和 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、NPO 法人自然再生センターが中海（島根

県、鳥取県）で実施している干拓などの開発事業ででき

た浚渫窪地の石炭灰造粒物の覆砂による環境修復実証事

業において、湖底及び湖底下の状況を把握するため、高

分解能海底音響プロファイリング装置（SBP）及び海

底表層音響画像探査装置（SSS）をベースにした音響モ

ニタリングシステムを構築し、窪地の埋め戻し時の音響

モニタリングの手法の確立を図ることを目的とする。平

成24～25年度において以下の研究を行う。 

(1) SBP により、湖底のヘドロの分布および覆砂の状

況の事前把握と埋め戻し後の変化を精査する。 

(2) SSS により、湖底面の底質および覆砂の状況の事

前把握と埋め戻し後の変化について精査する。 

(3) SBP、SSS、高精度測位装置、音響データ処理ソフ

ト等を組み合わせ、高精度な窪地の音響モニタリング

システムを構築する。 

平成24年度は、中海の細井沖窪地等において、SBP
及び SSS を用いて覆砂施行後の湖底状況の変化につい

て調査した。細井沖 SBP 調査では、窪地をカバーする

50m グリッドの測線を設定し、調査を行い、覆砂した

石炭灰造粒物（Hi ビーズ）が SBP の記録断面に表示さ

れ、その層厚を明らかにできた。また、湖底表層のヘド

ロ層の存在は明瞭には認められなかった。細井沖 SSS
調査では、SSS のレンジを広域の片舷60m に設定し、

窪地をカバーする測線とし、モザイクマッピングを行っ

た。その結果、石炭灰造粒物が窪地に全面的に散布され

たことを反映して、全体として濃い反射記録が得られ、

細かな凹凸の表面状況にあることが明らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］音響モニタリング、浚渫窪地、 

埋め戻し、中海 

 

［研 究 題 目］重金属汚染土壌のマッピングと要因識別

に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、丸茂 克美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

煤塵に起因する大気降下起源の有害金属による土壌汚

染の実態を明らかにするため、溶出量試験と含有量試験

を行う。また、従来の蛍光 X 線分析法で未利用であっ

た透過 X 線を活用し、土壌中に含まれる第二種特定有

害物質である鉛を含有する物質を X 線が貫通している

か把握するために、土壌中の鉛含有粒子の粒子径の X
線透視像を観察し、これらの粒子が土埃として体内に移

行したり、水に溶解して地下水汚染を引き起こしやすい

形態か把握する技術を開発する。 

昨年度までの研究で、重金属汚染土壌のマッピングの

ため、可搬型蛍光 X 線分析装置を工場周辺地帯に運び、

ハンドオーガーで得られた表層深度10cm の土壌に含ま

れる亜鉛濃度（現場調査での蛍光 X 線分析法で得られ

た亜鉛全量値）分布を調べて亜鉛濃度コンタマップを作

成した。このコンタマップから亜鉛が工場の煙突から飛

散した煤塵起源のものであることが明らかとなった。ま

た、亜鉛含有量が多い土壌試料中に含まれる亜鉛含有粒

子を蛍光 X 線透視分析装置で調べた結果、亜鉛・鉛含

有粒子の X 線透視像の輝度は X 線管球電圧を50kV にす

ると最大値に達し、X 線が完全に透過することが確認さ

れた。従って X 線管球電圧を50kV にすることにより、

蛍光 X 線分析法で亜鉛を定量分析できることが明らか

にされた。また、コリメータを用いて X 線を1.5mm の

径に絞って土壌試料に含まれる1mm 大以下の径の土壌

粒子の蛍光 X 線分析を行った結果、亜鉛や鉛が含まれ

ることが判明した。従って土壌汚染の原因となる物質は

亜鉛や鉛を含む1mm 大以下の径の煤塵と考えられる。

鉛の全量値と含有量（1M 塩酸溶出量）の相関は良好で

あり、全量値と含有量はほぼ同じ値となっている。従っ

て、蛍光 X 線透視分析法を用いて得られた鉛の全量値

（蛍光 X 線分析値）から鉛の含有量（1M 塩酸溶出量）

を計算することが可能である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］土壌汚染、亜鉛、鉛、蛍光 X 線分析、

煤塵 

 

［研 究 題 目］宝石サンゴの持続的利用のための資源管

理技術の開発 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

深海に生息する宝石サンゴは資源枯渇が懸念されてお

り、国際取引規制の議論も起きている。しかし、宝石サ

ンゴ類の成長率、繁殖期、資源量等の科学的知見がない
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ため、規制の是非を判断することができない。宝石サン

ゴの資源の持続的利用のための管理計画や施策を提案す

るための基礎的なデータを得ることを目的として、本研

究課題では、宝石サンゴ骨軸の酸素同位体等を分析する

ことで、それらが生存していた期間の海洋環境を復元す

る。本年度は、骨軸断面の成長方向のマグネシウム／カ

ルシウム比（Mg/Ca 比）変動を測定して、生息水温の

時系列変動が記録されている可能性を検討した。 

 宝石サンゴの骨軸について、断面の成長方向に

0.2mm 間隔で試料を採取する微小試料採取技術を開発

した。分析測線に沿う縦横2mm の部分について0.1mm
間隔の骨格部分から各種分析に十分な約1mg の粉末試

料が得られる。宝石サンゴの酸素同位体比は採取地点の

水温・塩分から予想される変化幅を大きく超えた変動を

示し、成長方向に分析した場合でも環境の時系列変動を

記録していないことを明らかにした。造礁サンゴの酸素

同位体比は、同位体平衡からのズレ（生物的効果）はあ

るものの、基本的に「酸素同位体温度計」の挙動によく

従い、水温と水の酸素同位体比のよい指標となっている

のとは対照的である。日本周辺の宝石サンゴ（アカサン

ゴ、シロサンゴ、シンカイサンゴ）およびウミタケの骨

軸を均質化したバルク試料の Mg/Ca 比は、生息水温と

統計的に有意な水温との相関が得られ、関係式の傾きは

無機的に形成された方解石のそれと近い。一部の宝石サ

ンゴについては、骨軸断面の成長方向の Mg/Ca 比変動

に生息水温の時系列変動が記録されている可能性が示唆

された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］宝石サンゴ、骨軸、水温、酸素同位体 

比、マグネシウム／カルシウム比 

 

［研 究 題 目］土壌中の鉛及びほう素の簡易分析手法開

発に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、丸茂 克美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 蛍光 X 線分析法は土壌中に含まれる鉛の迅速分析を

する有効な手段であるが、土壌汚染調査で活用されるこ

との多いエネルギー分散型蛍光 X 線分析装置で鉛を分

析する場合、データのばらつきが問題となっている。 

 本研究では蛍光 X 線透視分析装置による汚染土壌中

の鉛含有粒子の透過 X 線観察と蛍光 X 線分析の結果、

炭酸鉛より水溶出し易い鉛が含まれている土壌試料には

鉛が銅、亜鉛とともにマンガン酸化物や鉄酸化物に吸着

された粒子として存在している可能性があることが判明

した。実際、この試料の溶出量試験での鉛溶出量は

4,800µg/L にも達し、マンガン酸化物や鉄酸化物に鉛が

吸着されてため、鉛が容易に溶出すると考えられる。一

方、鉛含有量は高いものの鉛溶出量が低い汚染土壌試料

（tks-03）の透過 X 線観察と蛍光 X 線分析の結果、鉛

粒子は炭酸鉛、リン酸鉛、金属鉛などのような鉛化合物

として産している可能性があることが判明した。この推

定は tks-22の低いマンガン含有量（200mg/kg）からも

支持される。炭酸鉛、リン酸鉛、金属鉛中の鉛は溶出し

難いため、tks-22の鉛含有粒子がこうした鉛化合物であ

るならば、溶出量試験における鉛の低い溶出量

（3.5µg/L）を説明できる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉛、X 線透視像、土壌汚染、蛍光 X 線

分析法、蛍光 X 線透視分析装置 

 

［研 究 題 目］ホスト分子による希少金属オンサイト分

離のためのマイクロリアクターシステム

の構築 

［研究代表者］宮崎 真佐也 

（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］宮崎 真佐也（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

レアメタル資源の確保は極めて重要であり小型家電な

どの廃棄物からのリサイクルによる資源確保が望まれる

が、含まれる元素は多種にわたりその含有量は微量であ

る。効率的にレアメタルを分離する技術の確立が望まれ

ているが、微量含まれる多種元素の個別分離は容易では

ない。テーラーメイド型抽出試薬は分離機能には優れる

が、経済性が悪く大量に扱えない、抽出速度が遅い、な

どの欠点がある。本研究では欠点を改善し、テーラーメ

イド型抽出試薬であるカリックスアレーン誘導体を有効

利用するために、微量処理可能であり迅速な抽出が利点

となるマイクロリアクターを用いたシステムを構築し、

廃棄物回収地オンサイトでのレアメタルの個別分離を目

的とする。 

H23年度は、単元素回収のためのマイクロリアクター

として、水油2相を効率よく分離できるデバイスを設

計・作製した。流路表面を上半分と下半分に分けてそれ

ぞれシリコン基板とガラス基板上に作製し、シリコン基

板側の流路表面は Cr-金を蒸着させたものである。この

金膜上を化学修飾することにより流路内に疎水部分を形

成し、水油の分離を容易とするものである。作製後、流

路内にドデカンチオール溶液を流通させて金上に自己組

織化膜を形成させて疎水化を施した。完成したデバイス

にキャピラリー等を接続し、リアクターを完成させた。 

得られたデバイスを用いて、単元素回収試験を行った。

まず、市販のカルボン酸系抽出剤であるバーサティック

10を用いて、水相から有機相への銀イオンの抽出を試験

した。その結果、マクロスケールの抽出よりもかなり抽

出速度が速くなることがわかった。 

次に、p-t-オクチルカリックス[4]アレーン誘導体に

よる銀イオンおよびパラジウムイオンの抽出挙動を解析

した。その結果、いずれの抽出剤でも抽出速度がマクロ
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スケールの抽出よりも劇的に改善され、秒単位で達成さ

れることが判明した。特に、ケトン誘導体ではバッチ試

験では72時間かかったが、15秒で達成されることが分か

った。したがって、特にこのケトン型抽出試薬はマイク

ロリアクターを用いる利点がある。 

また、有機相からの逆抽出についてもバーサティック

10を用いて試験した。バッチ法では、12時間の逆抽出に

よって逆抽出率が13%であった。同様の反応をマイクロ

リアクター中で行うことにより、5秒の時点で逆抽出率

は24%であり、バッチ法での逆抽出12時間以上の逆抽出

率を達成した。さらに、マイクロリアクターを用いた逆

抽出では10秒の時点で35%の逆抽出率を達成した。この

結果から、バーサティック10の逆抽出をマイクロリアク

ター中で行うことにより逆抽出速度が向上することが示

された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］希少金属、オンサイト分離、マイクロ化

学プロセス 

 

［研 究 題 目］環境メタトランスクリプトーム解析によ

る生態系への総合的影響評価手法の開発 

［研究代表者］木村 信忠（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］木村 信忠（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

概 要: 

 本研究では、操業中の工場・事業場の自主的な土壌汚

染対策を促進するため、原位置で行う回収・浄化機能等

を有する低コストの土壌汚染対策技術として、微生物を

利用した塩素化エチレン類の次世代型バイオレメディエ

ーションの普及に向け、最新の微生物叢解析技術を用い

たバイレメの有効性や生態系影響評価等の安全性につい

ての科学的な知見の収集、ならび実証試験に基づいたバ

イレメ指針適合を合理的に実施するための評価技術開発

まで、一連のバイオオーグメンテーションに係わる基盤

技術・情報の整備を実施することを目的とする。 

 本課題は、環境メタトランスクリプトーム解析

（RNA の網羅的なシーケンス解析）を実施し、環境中

で活発に活動する細菌の特定や病原性に関わる遺伝子の

遷移など、バイオレメディエーションによる生態系への

影響評価に関する研究を実施している。環境メタトラン

スクリプトーム解析を行う場合に、土壌・地下水試料な

ど環境試料から RNA 分子を抽出することが必須である。

しかし、環境試料中に存在する RNA 分子は、非常に不

安定であるため、環境メタトランスクリプトーム解析で

の利用に適した長鎖 RNA 分子を環境試料中から取得す

るには、用いる環境試料の特性に適した適切な抽出手法

の採用が重要となってくる。  

 そこで、本年度は、バイオレメディエーションを実施

している現場から取得した環境サンプルより RNA を調

製し、転写されている16S rRNA 遺伝子の種類に基づい

た微生物相解析を実施し、バイレメディエーションの実

施による微生物相の遷移や病原性微生物の出現の有無に

ついてモニタリングを実施した。微生物相解析と環境メ

タトランスクリプトーム解析による結果から、脱ハロゲ

ン化が進行する過程において、微生物コーソシアム中の

特定の微生物が脱ハロゲン化に対して活発に働いている

様子をモニタリングすることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオレメディエーション、揮発性有機

塩素化合物 

 

［研 究 題 目］部品内蔵基板内の狭間隔部品実装技術及

び WLP-LSI チップ実装技術の確立 

［研究代表者］青柳 昌宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］青柳 昌宏、菊地 克弥、渡辺 直也、

鈴木 基史、菖蒲 一久、本郷 望 

（常勤職員5名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、「部品内蔵基板内での部品間隔0.1mm
実装技術の確立」及び「部品内蔵基板内での LSI チッ

プはんだ実装技術の確立」をテーマに、0.1mm 間隔の

狭隣接部品実装技術の高度化を図り、部品内蔵基板技術

に適用展開するため、回路基板内部に部品、デバイスを

直接内蔵して部品実装可能な領域を増加させ、従来方式

の部品内蔵技術より大幅に優れた高密度性・高性能性を

確保できるとともに小型・高集積化を実現できる実装モ

ジュール製造技術を株式会社アリーナと共同して開発す

る。また、3次元 LSI 積層実装技術の研究開発において

重要課題である3次元積層対応インターポーザ技術に対

し、開発した部品内蔵基板技術の適用を試みることで開

発技術の応用分野開拓を進める。 

平成24年度は、開発した部品間0.1mm の狭隣接実装

が可能な部品内蔵基板技術により、0402チップコンデン

サを高密度（1cm 領域に300個）に埋め込んだ評価 TEG
インターポーザを設計・試作し、電源インピーダンスの

測定評価を実施した。従来、製造コストの高い薄膜コン

デンサ内蔵シリコンインターポーザでのみ実現可能な広

帯域での低電源インピーダンス特性に匹敵する優れた低

電源インピーダンス特性の獲得に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］3次元 LSI 積層、インターポーザ、部品

内蔵 
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3) その他の収入 

［研 究 題 目］スピントロニクス技術を用いた超省電力

不揮発性トランジスタ技術の開拓 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］齋藤 秀和（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 グリーン IT は、クリーンで持続可能な生活環境を守

る上での柱となる技術であり、現在、IT 機器の省エネ

ルギー化が求められている。このため、スピントロニク

スと呼ばれる新技術の導入により、電子・光デバイスの

消費エネルギーの劇的な削減を目指す研究が現在盛んに

行われている。この技術を用いれば、磁性体が持つ電子

スピン機能を半導体素子中で利用できることが見込まれ

るため、例えばスピントランジスタ等の革新的半導体素

子の実現が期待されている。 

 p 型ゲルマニウムは現行の半導体材料であるシリコン

の数倍ものキャリア移動度を有することから、高速動作

できる次世代トランジスタ材料として注目されている。

したがって、p 型ゲルマニウムに磁性体からのスピン情

報を効率良く入力することができれば、グリーン IT 化

に向けての大きな推進力となることが期待される。しか

し、これまでスピン情報の入力は実現されていなかった。

昨年度、我々は MgO 障壁層を用いて世界で初めて p 型

Ge へのスピン注入に成功したが、電流密度が大きいと

いう問題があった。そこで本年度は新トンネル障壁層

GeO2を導入することにより、MgO と比較して Ge への

スピン注入に必要な電流密度を約3桁（0.17A/cm2）の

削減に成功した。また、Si 基板上の Ge 単結晶薄膜の作

製のための成膜装置の改造を行った。 
 これまでの我々の研究により、半導体へのスピン注入

のために必要な電流密度を減少させるためには、酸化物

/半導体接合界面の不完全性に起因する界面状態密度を

出来るだけ小さくなるように、適切な酸化物絶縁体を用

いることが有効であることがわかっている。GeO2は Ge
に対して高品位の界面を形成できるためゲート酸化膜と

して用いられているが、トンネル障壁材料としての報告

例はなかった。そこで、不純ガスの少ないバルク状

GeO2蒸着源の開発を行い、これを用いた高品位

Fe/GeO2強磁性トンネル接合を実現することにより、ス

ピン注入の臨界電流密度の劇的な削減に成功した。この

成果は、Ge を用いたスピントランジスタの低消費動作

に極めて重要であり、グリーン IT の発展へ大きく貢献

できると期待される。また、改造した成膜装置を用いて

作製した Si 基板上の Ge 単結晶薄膜の結晶品位を、フ

ォトルミネッセンス法を用いて評価したところ、スピン

依存発光の観測に必須である直接遷移発光が観測された。

したがって、この結晶を用いることにより、目的である

注入された電子のスピン偏極率の直接測定は可能である

ことが示された。さらに、最終年度で予定していた Si

へのスピン注入を前倒しで行った。具体的には、Si 上

の Fe/MgO 完全単結晶トンネル接合の作製技術を開発

し、p 型 Si への室温でのスピン注入に成功した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入、ゲル

マニウム 

 

［研 究 題 目］太陽エネルギーの化学エネルギーへの革

新的変換技術の研究 

［研究代表者］佐山 和弘（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］佐山 和弘、草間 仁、三石 雄悟、 

斉藤 里英、ワン ニイニイ 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 太陽エネルギー利用の数少ない選択肢の一つとして、

水を分解して水素と酸素を製造する太陽光水素製造技術

は持続可能な水素社会実現のための理想的な技術である。

本研究開発の目的としては、可視光応答性半導体を用い

た光触媒及び多孔質光電極による水分解水素製造の研究

開発に関して、太陽光による水分解水素製造の実用化の

ための基礎要素技術を開発することである。太陽エネル

ギーを直接化学エネルギーに変換・貯蔵できる。具体的

には、多孔質半導体光電極の構造制御による高性能化、

レドックス媒体を用いた効率的な光触媒－電解ハイブリ

ッドシステムによる水素製造、高速自動半導体探索シス

テムを用いた新規可視光応答性半導体探索などの研究を

進め、上記目的を達成する。 

 酸化物半導体の光電極による水分解水素製造に関して、

今年度は半導体膜の調製法を工夫して光閉じ込め効果を

発現させることや膜厚を大きくしても電荷の拡散長が延

びない多孔質構造を制御することで、光電極1枚でも高

い効率が得られる現実的な光電極を目指した。BiVO4半

導体膜を調製する前駆体溶液に界面活性剤と多量の酸化

剤を同時に添加することで、低温で結晶性が高く且つ高

表面積の多孔質膜を合成することができた。その結果、

効率は約5割向上し、酸化物光電極としては世界最高の

太陽光エネルギー変換効率を更新することに成功した。

高速自動半導体スクリーニング装置を活用した高性能な

半導体探索については、新規な銅系 p 型半導体や鉄系 n
型半導体組成などを多数見出した。また、レドックス媒

体を用いる光触媒－電解ハイブリッドシステムのための

光触媒反応系開発に関しては、表面処理した WO3半導

体の表面に Fe3+/Fe2+レドックスを固定すると、V5+/V4+

イオン対のレドックス反応が著しく促進される効果を見

出した。この複数のレドックス媒体と光触媒とを組み合

わせて活性が向上する新規な反応機構はこれまで成功例

が無かったものであり、光合成明反応のメカニズムと類

似している点で興味深い。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素製造、光触媒、光電極 
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［研 究 題 目］遺伝子転写制御機構の改変による環境変

動適応型スーパー植物の開発 

［研究代表者］藤原 すみれ（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］藤原 すみれ（常勤職員1名、他8名） 
［研 究 内 容］ 
 我々は、植物の遺伝子の働きを調節する転写因子の働

きを人為的に制御してスーパー植物を開発することによ

り、人類が抱える様々な問題を解決することを目指して

いる。具体的には、二つのアプローチで研究を進めてい

る。一つ目の「転写抑制機構に関わる新規因子の単離お

よびメカニズムの解析」では、植物の転写抑制の基本メ

カニズムを解明し、得られた知見を応用して斬新な遺伝

子発現制御法を開発することを目指す。二つ目の「転写

抑制因子を転写活性化因子に転換する植物の作出・解析」

では、転写抑制因子を人為的に活性化因子に転換するこ

とで、過酷な環境下でも生育できるなどの有用植物を作

出し、応用化を目指す。両者とも、植物の力を利用して

グリーン・イノベーションの推進を目指すものである。 

 一つ目のプロジェクトでは、転写抑制時に特異的に転

写因子と共に複合体を形成する候補因子を複数同定した。

これらの候補因子に関して個々に解析を行い、転写抑制

因子の局在や性状に影響を与えるなどの興味深い性質を

発見した。また、新規の機構で転写が抑制されているこ

とを示唆する結果を得た。 

 二つ目のプロジェクトでは、転写抑制ドメインを持つ

約300個の転写因子に転写活性化ドメインを付加し過剰

発現させる系統の形質転換体を作成した。栽培試験によ

り、通常では見られない強烈な形質を示す植物を多数発

見し、応用化につながり得る各種の有用形質が観察され

た。また、各種の過酷な条件下での栽培試験を行い、低

温、乾燥、高塩濃度など、ストレスに対して耐性を獲得

した系統の単離に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、シロイヌナズナ、転写因子、環境

変動、グリーン・イノベーション 
 

［研 究 題 目］骨導超音波知覚の解明に基づく最重度難

聴者用の新型補聴器の開発 

［研究代表者］中川 誠司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中川 誠司、籠宮 隆之、大塚 明香、

保手浜 拓也、川村 智、藤幸 千賀 

（常勤職員1名、他5名）  

［研 究 内 容］ 

 従来の補聴器を使用しても聴覚を回復することができ

ない重度難聴者は、日本国内に約85000人存在する。一

方、骨導にて呈示された周波数20kHz 以上の高周波音

（骨導超音波）であれば、聴覚健常者はもとより、重度

感音性難聴者であっても知覚することができる。本研究

では、骨導超音波知覚を利用した重度難聴者用の新型補

聴器（骨導超音波補聴器）に実用的な性能を持たせるこ

とを目的として、信号処理方式や振動子呈示方式の最適

化や、安全基準・適用基準策定のための神経生理メカニ

ズムの解明などに取り組んだ。 

 いくつかの振幅変調方式に対する調音素性情報やパラ

言語情報（話者感情）の伝達特性を調べ、変調方式に関

わらず母音情報の伝達は比較的良好であるものの、調音

様式や調音位置情報の伝達率が低下することを明らかに

した。また、人工内耳に比べて、骨導超音波補聴器の方

が話者感情の伝達が良好であること、音声の基本周波数

の伝達能力に優れるものの、振幅情報の伝達にやや劣る

ことを示した。  

 重度難聴者を対象とした各種電気生理計測、一過性閾

値変動の計測を行い、蝸牛における特異なメカニズムの

存在を示唆する結果を得た。また、心理物理計測と頭部

振動計測の結果から、骨導超音波知覚が生体の非線形性

によって生じる可聴音の聴取によるものでないこと、耳

小骨筋反射が生じるほどの高エネルギー曝露が生じてい

ないことを明らかにした。 

 また、携帯電話等への応用を想定したパネルスピーカ

型の超音波振動子を提案した。一時的な利用が前提とな

るものの、振動子の固定に伴う不快感、デザインなどの

問題を解決することができた。 

 さらに、得られた知見に基づいた新型試作器の開発を

開始した。機能を限定することで実用的なサイズと電池

寿命の達成を、既存の補聴器の技術を利用することでコ

ストの低減やデザインの向上を図っている。今後、実用

性の評価を行う予定である。  

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］骨導、超音波、補聴器、明瞭性、知覚メ

カニズム、頭部内伝搬 

 

［研 究 題 目］ナノニードルアレイを用いた革新的細胞

分離解析技術の開発 

［研究代表者］中村 史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中村 史、小林 健（集積マイクロシス

テム研究センター）、山村 昌平（健康

工学研究部門）、川村 隆三、 

Yaron Silberberg、 

Sathuluri Ramachandra Rao、 

辻村 範行、下奥 万梨恵、三島 麻里、 

宮崎 みなみ（常勤職員3名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 本プログラムでは、抗体修飾ナノニードルアレイを用

いて、多数の細胞に対してこれを同時挿入し、細胞内で

抗原抗体相互作用により標的タンパク質を結合させ、こ

の結合力によって標的タンパク質を発現している細胞だ

けを機械的に釣り上げ、分離する技術を開発している。

この抗体の結合力を Fishing force と呼び、これに対し

て細胞の基板に対する接着力を減少させることにより、

細胞の釣り上げ分離を達成するものである。 
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 平成24年度の研究では、まず実際に抗体修飾ナノニー

ドルによる細胞の釣り上げ分離が可能であるかどうかを、

カンチレバー型ナノニードルを用いて実証した。抗ネス

チン抗体修飾ナノニードルを用いて、付着培養状態のネ

スチン陽性マウス胚性癌細胞 P19を抗体の結合力で強制

的に剥離させ分離することに成功した。釣り上げ時の力

は10nN 以上であり、ナノニードル表面に固定化された

抗体で細胞の釣り上げに十分な結合力が得られることを

証明した。細胞アレイは、ナノニードルアレイの作製工

程で得られるマイクロピラーアレイを用いたコンタクト

プリント法により作製した。細胞膜修飾剤（BAM）の

スポットを BSA 被膜上に配列し、単一細胞を繋留する

ことにより細胞アレイを調製した。その結果、ナノニー

ドルの直下に細胞が配列した割合、細胞充填率は60%で

あり、総数6千個の細胞を配列させることが可能であっ

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞分離、抗原抗体反応、ナノニードル、

AFM、接着制御 

 

［研 究 題 目］RNA 合成酵素の反応制御分子基盤 

［研究代表者］富田 耕造（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］富田 耕造 竹下 大二郎、杉本 崇、 

山下 征輔、小林 鈴寿子、西垣 梓 

       （常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、ウイルス由来 RNA 合成酵素複合体が

RNA 合成を終結する過程を表した複数の X 線結晶構造

解析を行った。また、構造をもとにした機能解析をおこ

なった。この結果、RNA 合成終結時における酵素の動

き、またウイルスの増殖に必要な RNA 合成終結時にお

ける鋳型非依存的なモノヌクレオチド付加反応の分子機

構が明らかになった。また、鋳型非依存的 RNA 合成酵

素のうち、低分子ノンコーディング RNA の代謝に関わ

る特殊な RNA 合成酵素に関しては、酵素の一部分を欠

失させても活性を有した最少コア領域を生化学的、分子

細胞生物学的手法で同定した。さらにそのコアの領域に

関して微小な結晶が得られた。また、この結晶からは放

射光施設でのビームラインにて2.8A までの回折像が得

られた。さらに、この鋳型非依存的な RNA 合成酵素と

相互作用する因子複合体を、これらの蛋白質を恒常的に

発現する細胞の抽出液から免疫沈降によって複合体とし

て精製した。そして、それらを質量分析で解析し、低分

子ノンコーディング RNA の代謝を制御すると考えられ

るいつかの興味深いタンパク質を同定した。特異的な

mRNA の翻訳に関与する特殊な RNA 合成酵素につい

ては結晶が得られていないが、最小必要ドメインを明ら

かにした。また、通常の鋳型非依存的 RNA 合成酵素の

うち、RNA の品質管理や修復に関わる酵素と RNA と

の複合体、ヌクレオチドとの複合体あるいは単体の結晶

がえられ、これらのいくつかに関しては放射光施設での

ビームラインにて回折データーの取得を行い、現在、そ

れらの構造を決定しつつある。  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］RNA、プロセシング、機能－構造 

 

［研 究 題 目］細胞内構造構築 RNA の作用機序と存在

意義の解明 

［研究代表者］廣瀬 哲郎（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］廣瀬 哲郎、佐々木 保典、長沼 孝雄、

萬年 太郎、谷川 明恵、川口 哲哉、

中條岳志、水戸 忍 

（常勤職員2名、他6名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、哺乳類ゲノムから産生される機能未知の

非コード RNA（ncRNA）の中から、特に細胞内構造構

築に携わる RNA の作用機構と生体機能を明らかにする

ことを目標にしている。本研究では、実施者グループが

同定した NEAT1 ncRNA による核内構造体パラスペッ

クルの構造構築の分子機構の解明、パラスペックルの生

体内機能解明と疾患への関わりについて研究を行う。こ

の他に、新しい細胞内構造構築 RNA を探索し、細胞内

構造構築 RNA の存在意義を明らかにする。今年度は、

NEAT1によるパラスペックル構造構築に関わる新しい

因子であるクロマチン再構築因子複合体の作用機序の解

析を行った。その結果、クロマチン再構築複合体が、複

数の必須パラスペックルタンパク質と NEAT1 ncRNA
と直接相互作用し、かつ NEAT1クロマチンローカスの

RNA ポリメラーゼ II 転写伸張を抑制することによって、

NEAT1上への RNP 会合を統合していることを明らか

にした。こうしてパラスペックル構造構築は、NEAT1
転写と密接に共役して進行することが明らかになった。

次に抗癌剤プロテアソームの阻害による NEAT1の発現

誘導を通したパラスペックル肥大化現象を見い出し、そ

の分子機構を解明した。また肥大化の意義として、核質

中の転写制御因子を NEAT1との結合を通してパラスペ

ックル内に係留し不活化する機構を見いだした。理研と

の共同で作出した NEAT1の KO マウス由来細胞を用い

て、上記プロアソーム阻害による細胞死誘導が NEAT1
の欠失によって著しく亢進することを見いだした。これ

によって NEAT1には細胞死抑制機能があることが明ら

かになった。さらに NEAT1の異種生物オーソログと思

われる ncRNA をアフリカツメガエルから単離し、その

発現機能解析を進めた。この他に、パラスペックルに続

く、新規な細胞内構造構築に関わる ncRNA の探索を、

当センター保有 FLJ クローンリソースを用いて行った。

核内構造体に局在する約500種類の因子を選別し、その

中から細胞膜透過処理と RNase 処理によって、消失す

る構造体を選別した。その結果、癌抑制タンパク質を含
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む新しい RNA 依存的核内構造体を発見した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核酸、RNA、遺伝子発現制御、細胞内

構造、疾患 

 
［研 究 題 目］革新的有機ヘテロ原子機能材料の創製 
［研究代表者］韓 立彪（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］韓 立彪、内丸 祐子、山下 浩 

（常勤職員3名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
我々はリン化学結合が金属錯体により活性化されるこ

とを見いだした。これを基に触媒反応を設計し、リン類

の実用的な触媒合成法の開発を行う。研究は、「固める」

（実用化）、「広げる」（反応系の拡張）、そして「使う」

（機能性材料への応用）の三本柱を軸に進め、安価な非

貴金属触媒によるヒドロホスホリル化反応の実現を目指

すとともに、クリーンな原料を用いる新リン類合成法の

開拓、元素リンから直接有機リン類の合成、脱水素カッ

プリングによるリン－ヘテロ元素結合の構築、キラルリ

ン類に代表される高付加価値リン類の提供、及び有機リ

ン系高分子・材料の新合成法と応用の開拓を行う。さら

に、研究は硫黄、ケイ素、ホウ素等のヘテロ原子にも拡

張し、「有機ヘテロ原子化合物の合成の高度化と機能化」

の確立を目指す。 

平成24年度では、高分子ホスフィン配位子を用いたビ

ニルリン類の合成を行い、高収率と選択性で付加物のビ

ニルリン類を与えた。高分子固定化触媒は、繰り返し使

用可能であり、また濾過により反応混合液から容易に回

収できることから、合成プロセスを大幅に簡素化できた。

さらにより効率的な触媒製造法の検討を行い、安価なニ

ッケル塩から高活性な触媒を容易に発生させることに成

功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］ヘテロ原子化合物、製造法、利用法 

 

［研 究 題 目］近赤外分光法に基づく顕微領域の温度・

水分同時イメージング法の開発 

［研究代表者］有本 英伸（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］有本 英伸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

温度計測は生活の中でも大変身近であり、もちろん研

究現場において温度を計測する機会や必要性は多い。測

定は接触式の熱電対やサーミスタ、あるいは非接触で遠

隔から計測可能な赤外放射温度計などがある。しかしな

がら、生体の細胞レベルのように微小領域で精度の高い

温度を計測する方法はなかなか適切なものがないのが実

情である。そこで我々は、水溶液の温度を高精度に計測

する新たな手法として、近赤外分光を利用した測定方法

を提案するとともに、微小領域における温度分布計測実

験を繰り返してその有用性を確認した。 

測定は、近赤外領域の1412nm、あるいは1908nm の

光吸収を計測することで実現する。液体状態の水は水分

子相互で水素結合をしているが、分子によって水素結合

が0個のものから、1個、2個のものが分布している。こ

の分布は温度に依存して変化するが、同時に水素結合の

個数分布によって1412nm、1908nm 付近の吸収スペク

トルがわずかに変化する。具体的には水溶液の温度が上

昇すると吸収ピークが波長の短い側にシフトする。この

シフト量を計測することで水溶液の温度が計測できる。

これを近赤外領域に感度を有するイメージセンサで波長

を切り替えながら計測すれば2次元的な温度分布の計測

が可能である。これを確認するために、PDMS で作成

したマイクロ流路に水を流し、一部を加熱することで意

図的に温度の分布を作り出したものを近赤外カメラとバ

ンドパスフィルタからなる計測システムで温度を計測し

た。その結果、理論から予想される温度分布とほぼ等し

い計測結果が得られ、この温度計測手法の有用性が確認

できた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］近赤外分光、光吸収、温度計測、伝熱 

 

［研 究 題 目］都市型ブルーカーボン：新たな沿岸海域

炭素循環像の構築 

［研究代表者］鈴村 昌弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鈴村 昌弘、鶴島 修夫、山田 奈海葉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで、海洋による CO2吸収は外洋域で発揮され、

陸域からの負荷を受ける沿岸域では有機物が分解する場、

すなわち CO2の放出源と考えられてきた。特に都市河

川が流入し人間活動の影響を受ける内湾は、大量の

CO2放出を伴う環境価値の低い場所であると認識されて

きた。しかし近年、国連環境計画（UNEP）は、森林

など陸上で吸収・貯留される炭素（グリーンカーボン）

に対し、沿岸域で吸収・貯留される炭素を「ブルーカー

ボン」と新たに称するとともに、熱帯林に匹敵もしくは

それを上回る高い沿岸生態系の CO2吸収能力の重要性

をアピールした。本研究では、人間活動の影響を受けて

いる内湾として東京湾を例に取り、流入河川から湾外ま

でを対象として炭素のストック・フローの実測データを

解析と数理モデルによる検証を行ってきた。さらに下水

処理場からの CO2の負荷を含めて、都市隣接海域の理

想のブルーカーボン像について検討を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］沿岸海域、海洋生態系、二酸化炭素、物

質循環、生態系物質循環モデル 

 

［研 究 題 目］高効率硫化物熱電材料創製のための原子

クラスターの高機能化 

［研究代表者］太田 道広（エネルギー技術研究部門） 
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［研究担当者］太田 道広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

未利用のまま棄てられている膨大な未利用熱エネルギ

ーを電気エネルギーとして回収できる熱電発電デバイス

は、省エネルギーと CO2排出量削減の観点から大きな

注目を浴びている。しかしながら、既存の熱電変換材料

は性能が低く、そのうえ希少・毒性元素を含むために、

熱電発電デバイスの実用化には至っていない。すなわち、

熱電発電デバイスの実用化を達成するためには、高効率

と低環境負荷の要求を満たした新規熱電変換材料を開発

する必要がある。 

自然界に存在して、環境にやさしい元素を主成分とし

ている硫化鉱物のテトラヘドライトの Cu サイトの一部

を Ni で置換した Cu12−xNixSb4S13（0.0 ≤ x ≤ 2.0）の

粉末を、北陸先端科学技術大学院大学にて人工的に作製

して頂き、その提供を受けた。本研究では、提供を受け

た粉末をホットプレスすることで、緻密な焼結体の作製

に成功した。熱電変換材料としての可能性を調査するた

めに、室温から673K の温度範囲で、Cu12−xNixSb4S13焼

結体の熱伝導率、ゼーベック係数、電気抵抗率を評価し

た。Cu12−xNixSb4S13の格子熱伝導率は、0.6W K−1m−1以

下のガラスのように非常に低い値を示し、すなわち、熱

電変換材料として有利な熱の輸送特性を有していること

が明らかとなった。そのうえ、熱電出力因子は、Ni 量

を調整することで最適化できた。低い格子熱伝導率と最

適化された熱電出力因子のため、x＝1.5のときに最も

優れた熱電性能指数を示した。この熱電性能指数は、既

存の熱電変換材料である PbTe と比較しても遜色のない

値であり、PbTe が希少・毒性元素を含有していること

を考慮に入れると、本研究で開発したテトラへドライト

が熱電変換材料として優位であることは明白である。今

後、本研究で切り開いた熱電変換鉱物という新しい研究

指針が熱電変換材料の開発において重要となる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］金属物性・材料、環境材料、エネルギー

材料、熱電変換材料、電子・熱物性、金

属・資源生産工学、廃熱利用、未利用熱

エネルギー活用 

 

［研 究 題 目］粘膜剥離手技研修用実体シミュレータの研

究開発 

［研究代表者］山下 樹里（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山下 樹里（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

粘膜剥離操作が重要となる内視鏡下鼻中隔矯正術の手

技研修が可能な実体シミュレータ（患者モデル）実現の

ため、モデルの骨から剥離可能な模擬骨膜・粘膜の素材

と製造方法を開発した。それぞれの部品の素材と接着剤

の組み合わせを試作し、熟練医師の手術操作により評価

した。粘膜素材には、手術操作に対する力学的特性に加

え、内視鏡での観察時に光学的特性が実際の粘膜組織と

類似していることが求められるため、着色剤の検討も行

った。その結果、模擬粘膜の素材として熱可塑性エラス

トマーが有望であることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］内視鏡下鼻内手術、鼻中隔矯正術、粘膜

剥離、手術手技トレーニング 

 

［研 究 題 目］冷熱利用から高効率燃焼実現までを目的

とした気体流れのマルチスケール温度速

度多次元同時計測 

［研究代表者］染矢 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は感温性の燐光粒子と高速度カメラを用いて低

温から高温まで、マイクロからマクロスケールまで適用

可能な温度速度同時計測手法の開発を目的とする。 

燐光粒子として100℃以下の流れ場では市販の PIV
（Particle Image Velocimetry）粒子に有機系金属錯体

を焼結した粒子を用いる。60℃以下ほどの温度で顕微鏡

観察を行う微小スケール流れでは液中乾燥法を用いた感

温性マイクロカプセルを合成してトレーサー粒子とする。

100～900℃以上の高温条件では無機蛍光体粒子をトレー

サーとして用いる。これらの感温性燐光粒子を紫外線で

励起し、温度に依存した燐光の寿命を高速度カメラで捉

えることにより温度を、粒子パターンの移動量を算出す

ることにより速度分布を、共通の画像から算出すること

ができる。流体中の温度分布を可視化計測可能な手法は

限られており、気体中の温度分布を可視化する手段は存

在しないため、特に気体に着目しつつ温度速度同時計測

手法の開発を行う。 

 本研究では、感温性燐光粒子を用いた計測を実現する

ため、まず初めに多様な燐光物質の発光強度、スペクト

ル、燐光寿命の温度依存性を評価した。また、温度速度

同時計測の実現可能性を実証するためオイル流れを対象

とした実験を行い、±0.35～0.40℃の精度で瞬時の温度

分布を可視化可能であることを示した。 

 更に顕微鏡観察下においても同手法を適用できること

を確認した。顕微鏡下で利用可能な機能性マイクロカプ

セルの合成に着目し、マルチスケールでの温度速度同時

計測に必要なトレーサーの作成が可能であることを確認

した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］可視化、温度分布、蛍光 

 

［研 究 題 目］光反応を利用したカーボンナノチューブ

の分散性制御 

［研究代表者］松澤 洋子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］松澤 洋子（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

本課題では、これまでに研究担当者らが見出した「単

層カーボンナノチューブの分散性を光で制御する新技術」

に関して、Materials Research Society（MRS）が主催

する2012MRS Fall Meeting において成果発表し、多く

の参加者にアピールするとともに、情報/技術交換する

ことを目的とした。MRS は約80か国、のべ1万6千人の

科学者、技術者（産学官問わず）がメンバーとなってい

る国際的な科学技術系学協会であり、春（Spring 
Meeting）と秋（Fall Meeting）に主たる国際会議を開

催している。特に Fall Meeting は毎年6千名程の参加者

が集う国際会議であり、成果発信、情報収集に適してい

る。研究担当者は Compatible and High-throughput 
Deposition of Carbon Nanomaterias のセッションにお

いて、“Water soluble stilbene derivatives act as novel 
dispersants for SWCNTs”と題した発表を行った。 

発表を行ったセッションでは、カーボンナノチューブ

の専門家というよりも、化学的な視点からナノチューブ

の分散性に取り組んだ話題が中心であった。分散剤を用

いて作成したナノチューブ分散液を機能性インクとして

用い、インクジェット方式で塗布、製膜性や導電性を評

価した報告等があった。分散剤には芳香族系の化合物、

多糖類等を用いる例が多かった。ナノ材料の発展には、

扱いを容易にするための技術が必須であることを再認識

し、有益な意見交換等を行うことができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、分散剤、光反応 

 

［研 究 題 目］アバターロボットを制御する脳波コミュ

ニケーション技術の開発 

［研究代表者］長谷川 良平（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］長谷川 良平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

昨今、脳と機械を直結する BMI（ブレイン-マシン 

インターフェース）、特に脳波による意思伝達技術が注

目されている。しかし、先行研究の多くは装置の性能向

上に関心があり、ユーザビリティに対する配慮が少なか

った。そこで本研究では「人が快適に使える脳波コミュ

ニケーション技術」の開発を目的として、「ユーザーに

身体的・精神的負担の少ないような脳波計測装置」と

「楽しくかつ臨場感のあるコミュニケーション場面を演

出するアバターロボット制御」という2つの要素技術の

開発に取り組んだ。 

具体的には、快適に脳波を計測できる事を目的とした

軽量樹脂製ヘッドギアの設計開発と、臨場感あるコミュ

ニケーションを可能にするアバターロボット制御システ

ムの開発を行った。軽量樹脂製ヘッドギアの開発には、

国際10-20法に基づき選択した信号導出チャネルの配置

を行い、この電極配置を反映したヘッドギアの3次元デ

ータを作成した。今後このデータに基づき造形試作を行

う予定である。また、アバター表出ロボットとしては近

藤科学製の KHR-3HV に改良を加え、カメラおよび無

線通信装置を装備させることで、パソコンから送られた

信号をリアルタイムで動作として表現できるように各種

ジェスチャーの登録を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アバター、二足歩行ロボット、脳波、事

象関連電位 

 
［研 究 題 目］フタル酸エステル類への経皮曝露評価 

～皮膚透過性試験法の確立と応用～ 
［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 
［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
可塑剤として床材や壁紙などの建材や、各種家庭用品

などの我々の身近にあるプラスチック材料に多く使用さ

れているフタル酸エステル類は、蒸気圧が低いために、

室内の浮遊粒子や床・壁などの表面に吸着して存在して

おり、接触時の経皮曝露が懸念されている。本研究では

経皮曝露評価を行うための手法を開発することを目的と

している。 
昨年度は、材料表面のフタル酸エステル類存在量及び

放散量を求めるためのパッシブ式の測定器を開発し、測

定を行った。建材からの放散はフィックの法則に従って

分子拡散していることが確認された。今後、本測定器応

用することで経皮曝露量測定を実施する予定である。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］室内環境、フタル酸エステル類、経皮曝

露、放散量、分子拡散 
 

［研 究 題 目］ソーシャルネットワークサービスを活用

したスマートセンサによる住宅環境管理

システムの開発 

［代表研究者］野田 和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

いつでも、どこでも、住宅内の各種環境情報を小型の

センサユニットによって管理し、得られたデータはソー

シャルネットワークサービスを活用したデータ発信器に

よって公開可能なシステムを構築し、ユーザーに対して

容易に可視化できる基本システムの開発を目的としてい

る。そこで、住宅環境を測定するためにセンサ（温度、

湿度、気圧、ガス（匂い）、振動等）を小型のユニット

に集合化して設置を容易にし、そこから得られたデータ

を簡単にユーザーへ情報提供するために既成のソーシャ

ルネットワークサービスを活用したデータ発信器を新た

に開発し、誰でも簡便に利用でき可視化するための基本

システムを試作開発し、短期間で実用化に結びつけるた

めの研究を実施する。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(643) 

センサユニットとしては、室内環境ガス測定を目的と

した、VOC ガス検知特性が良好と考えられるプラズマ

重合薄膜を利用した水晶振動子（QCM）センサを2素子

取り付ける構造のものを試作した。同時に、小型の温湿

度センサ、気圧センサ、3軸加速度センサも内蔵し、さ

らに光センサなど外部センサ信号も入力可能とするアナ

ログ入力機能を有する構造とした。このセンサから得ら

れたデータは、インターネット上で多くのユーザーが利

用しているソーシャルネットワークサービス（SNS）
を利用し、表示可能なシステムを検討した。この結果を

もとに実際の現場に設置し、その有効性を確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］スマートセンサ、ソーシャルネットワー

クサービス、環境計測、水晶振動子、ケ

ミカルセンサ 

 

［研 究 題 目］安全で快適な半屋外・居住環境形成のた

めの高齢者の温熱生理・心理・行動特性

に関する研究 

［研究代表者］都築 和代（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］都築 和代（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

安全で快適な居住環境構築のために、高齢者の温熱生

理、心理、そして、行動特性に関するデータを収集する。

特に、近年、夏季に熱中症等で亡くなる高齢者の数が増

えているので、熱中症予防等に用いられる暑熱環境にお

ける温熱環境評価の妥当性を検証する。屋外の温熱環境

を評価するために、屋外で直達日射がある環境（日向）

と直達日射がない環境（日陰）で、気温、湿度、風速等

の環境測定とともに、高齢者の皮膚温や発汗などの体温

調節反応を測定し、温冷感、快適感、許容度などの主観

申告を得る。実測した温熱環境と被験者の生理・心理反

応との関係、ならびに、実測した物理的温熱環境から温

熱指標を計算し、それらとの関係を調べる。測定項目は、

（1）温熱環境の測定：気温、湿度、風速、放射温度、

水平面日射量等を連続測定する。（2）被験者の体温調節

反応：前額、胸、背中、大腿、下腿、足の皮膚温を連続

測定する。胸と背中において衣服と肌の間の衣服内温度

・湿度を連続測定する。また、心拍数を連続測定する。

暴露時間の前と後に体重測定を実施し、体重減少量を算

出する。（3）被験者の主観申告：温冷感、快適感、放射

感、風速感、許容度についての申告を被験者から受ける。

以上の実験計画を立案し、夏季に実験実施する予定であ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高齢者、屋外環境、日射、体温調節 

 

［研 究 題 目］アルミニウム資源循環の高度化を目的と

する建材スクラップ選別技術の研究 

［研究代表者］古屋仲 茂樹 

［研究担当者］古屋仲 茂樹、山本 剛義 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、研究代表者らが開発したレーザー3次元解

析法による金属スクラップの自動ソーティング技術をア

ルミ建材スクラップの破砕物の選別に応用し、アルミ展

伸材であるサッシとその他の不純物金属の選別の可能性

について検討することを目的とする。 

廃アルミサッシの破砕・選別処理を行っているリサイ

クル施設で発生しているスクラップを対象に、形状、組

成、品質などを調査してデータベース化するとともにサ

ッシスクラップと不純物の選別に最適な識別アルゴリズ

ムを開発し、小規模な実験装置を製作して性能評価試験

を実施した。その結果、サッシと不純物金属の識別にお

いて、識別アルゴリズムを更新して試験を繰り返すごと

に的中率が上昇し、最終的にデータベースに未登録のサ

ッシを含むすべての試料について 90%以上の精度で識別

可能であることが分った。また、この選別の結果として

得られる「サッシ回収物」は、不純物の混入量が低減し

たことによってアルミニウム展伸材に近い元素組成を示

し、新塊による希釈率 4.8倍で建材用の 6063合金とし

て再生可能であることが分った。さらに、既存のリサイ

クル業者におけるスクラップ処理工程におけるレーザー

3次元解析法の最も有効な使用法を明らかにし、トータ

ルな処理システムとして提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、建材、アルミサッシ、破砕、

選別 

 

［研 究 題 目］運動学習における小脳－基底核連関を探

る 

［研究代表者］山本 慎也（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也、小島 奉子（ワシントン大

学）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 海外研究者招聘助成事業（公益財団法人ブレインサイ

エンス振興財団・海外研究者招聘助成）において、米国

ワシントン大学の小島奉子博士を平成24年9月12日より

26日まで招聘した。小島博士には、日本滞在期間中、生

理学研究所、第35回日本神経科学大会、産業技術総合研

究所において、ご講演いただいた。 

第35回日本神経科学大会（9月18日～21日）において

は、大会3日目の9月20日に、生理学研究所の橘吉寿博士

と共に、シンポジウム「古い脳に潜む新たな機能−故き

を温ねて新しきを知る−（Exploring novel functions of 
old brain structures）」をオーガナイズした。当シンポ

ジウムは、「古い脳に備わる運動・認知・情動機能」を

コンセプトに、霊長類における小脳・大脳基底核・視
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床・脊髄といった皮質下構造がどのようにして行動制御

やその学習に関与しているのか？という問いに、最新の

研究成果を展開・議論することで迫ろうと企てた。小島

博士には、小脳における誤差信号がサッカード適応の学

習過程に必要であることを、「Is a cerebellar error 
signal required for saccade adaptation?」というタイ

トルで、非常に洗練された美しい実験系によりクリアに

証明いただいた。 

 さらに産総研および生理研において、上記のトピック

のほかに、「Cerebellar influences on agonist and 
antagonist motoneuron activity during saccades.」と

いうタイトルでご講演いただいた。運動には主働筋と拮

抗筋の協調が重要であるが、サッカード中の主働筋－拮

抗筋の協調に、caudal fastigial nucleus が重要な役割

を果たすことについて、電気生理学的手法を用いた最新

の研究をご披露いただいた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、認知科学 

 

［研 究 題 目］光コムによる超精密時空間操作・計測技

術の研究 

［研究代表者］美濃島 薫（計測標準研究部門） 

［研究担当者］美濃島 薫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光コムの利用技術を高度化するため、近年、間隔の広

いモード同期レーザを発生させる技術が研究されている

が、間隔周波数を高周波化することにより、共振器内の

非線形光学効果の効率が低下し光コムの品質に影響する

ため、レーザ自体の高周波化には限度がある。そこで、

光コムの周波数精度と等間隔性を損ねることなくフィル

タリングすることによって、光コムの周波数間隔を実効

的に拡大する技術を確立する。本年度は、フィルタリン

グのための共振器構成を低分散光学系によって検討・設

計し、フィルタリングによるモード除去性能を検討した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光コム、光周波数コム、ファイバレーザ、

長さ計測 

 

［研 究 題 目］実験系に即した量子状態推定技術の確立 

［研究代表者］吉澤 明男（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］吉澤 明男、福田 大治、土田 英実 

（常勤職員3名） 
［研 究 内 容］ 
 量子状態トモグラフィーにより量子状態を推定する方

法は、実験で生成した量子もつれ光子対を評価する手段

として必須であり、推定された密度行列から得られる忠

実度は生成した量子もつれ状態と理想状態との類似性を

示す重要な指標となる。本研究の目的は、量子状態トモ

グラフィーの適用範囲を明確にし、実験系に即した量子

状態推定技術を開発するものである。具体的には、実験

系に含まれる損失の大小、光子数識別能力の有無等を考

慮しながら量子状態トモグラフィーについて理論的、実

験的な検討を行い、推定した忠実度の妥当性について評

価、更に、実験系に依存した修正を量子状態トモグラフ

ィーに対して行う。 

 本年度はパラメトリック下方変換による偏光量子もつ

れ発生を想定し、マルチペアを含む量子もつれ状態に対

して量子状態トモグラフィーを数値演算により実施、16

種類の同時計数から推定した忠実度（推定値）と忠実度

の定義式から直接計算した値（真の値）を比較して「光

子数識別不可の光子検出器：4台」を用いる量子状態ト

モグラフィーが実験において推奨される構成であるとの

結論を得た。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］量子暗号、量子もつれあい、量子トモグ

ラフィー、光子検出 

 

［研 究 題 目］局部傾斜角度測定を利用した高精度かつ

高ダイナミックレンジな形状測定法の開

発 

［研究代表者］尾藤 洋一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］尾藤 洋一、近藤 余範 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 物体の表面形状の測定は、様々な分野のものづくりや

研究開発において欠くことのできない重要な基盤技術の

一つであり、その要求性能（高精度化、大口径化など）

は年々高まる一方である。本研究では、形状表面の局所

的な傾斜角分布を測定し、積分することにより形状を測

定するシステムを開発し、高ダイナミックレンジかつナ

ノレベル精度の実現を目指す。 

 本年度は、物体表面の局所的な傾斜角変化に伴う反射

ビーム角度の変化をミラーの回転角に変換するシステム

（フィードバック制御システム）を導入し、表面形状の

局部傾斜角度の変化をミラーの回転角として、オートコ

リメータにより間接的に測定できるシステムを構築した。

これにより、高精度に校正されたオートコリメータによ

る測定か可能となった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］形状測定、角度、平面度 

 

［研 究 題 目］クリシュナ・ゴダバリデルタの自然シス

テム機能に基づく環境解析 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 インド東部海岸のクリシュナデルタとゴダバリデルタ

について、アンドラ大学のナゲシュワラ・ラオ教授と共

同で、デルタの発達史から見た自然システム機能の把握

を試みた。用いたデータと解析は、SRTM の強度画像
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と標高データによる表層微地形の解析、アンドラ大学で

採取したボーリングコアの堆積相解析と放射性炭素年代

測定による解析である。平成23年度と24年度に採取した

ボーリングコアと既存のデータを総合的に解析した結果、

従来出されていたデルタの成長モデルでは地形や発達史

が説明できなく、新たな成長モデルを構築する必要があ

ることが判明した。数千年スケールにおけるデルタの変

遷をみると完新世におけるデルタは大きく海進期と海退

期の2つの時期に分けることができ、海退期は更に2つの

ステージに区分される。海退期の2つの時期では同じよ

うなデルタの成長を繰り返していることが明らかになっ

た。これらの変遷から現在の環境を見ると、現在は最も

デルタ前面が侵食される時期に当たり、これにダム建設

にともなう土砂輸送量の減少が加味され、大きな沿岸侵

食が生じていることが明らかになった。 

 クリシュナデルタにおいては、ボーリング試料の記載

と年代測定が終了した。地形データと総合して25年度に

向けて解析を行う予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］インド、ゴダバリデルタ、クリシュナデ

ルタ、デルタ、環境変動、完新世 

 

［研 究 題 目］室内環境中ピレスロイド系及び有機リン

系農薬の曝露評価のための基礎的研究 

［研究代表者］大竹 貴光（計測標準研究部門） 

［研究担当者］大竹 貴光（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現代人は、一日のおよそ8割を室内で過ごすと言われ

ていることから、室内環境はヒトの健康を考える上で重

要である。そこで近年、建材などを発生源とする、室内

中のホルムアルデヒドや揮発性有機化合物の分析が多く

行われている。しかし農薬類のうち、特にピレスロイド

系及び有機リン系農薬は、例えば家庭用殺虫剤、蚊取り

線香、タンス用の防虫剤として室内で幅広く使用されて

いることから、先に述べたホルムアルデヒドなどと同様

に調査の必要性が高いにもかかわらず、国内の一般家庭

を対象とした調査はほとんど行われていない。さらに当

該農薬の一部は、曝露することにより神経系に影響を引

き起こす可能性が示唆されている。そこで本研究では、

将来的に曝露評価を行う土台作りとして、室内における

ピレスロイド系及び有機リン系農薬分析を、空気及びハ

ウスダストを対象に行い、濃度レベルをモニタリングす

ることを目的とする。 

 今年度は、サンプリング条件と分析法の確立、一般家

庭の室内中ピレスロイド系及び有機リン系農薬の分析を

予定通り行うことができた。具体的には、論文などの情

報を基に分析対象農薬を選定し、捕集剤や空気採取量の

検討などを行ってサンプリング条件を確立した。また、

マイクロ波抽出法を用いた精確な分析法を確立した。確

立したサンプリング条件と分析法により、一般家庭10軒

における実際の室内中における対象農薬濃度の調査を行

った。サンプリング期間が冬季であったため、対象農薬

の濃度は空気、ダスト中とも検出下限値以下であったが、

来年度実施する夏季の測定結果と比較し、対象農薬濃度

レベルの季節変動や発生源などについて考察する予定で

ある。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］室内環境、農薬、マイクロ波抽出法 

 

［研 究 題 目］光による液体固体相転移を示す材料の研

究  

［研究代表者］秋山 陽久（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］秋山 陽久、吉田 勝、阿澄 玲子、 

則包 恭央（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 単一化合物の液体状態と固体状態の可逆的転移は、温

度変化によって引き起こされるというのが一般常識であ

る。これに対して本研究者らは、近年、室温で光の照射

のみにより液化と固化を繰り返しおこす物質を初めて見

出した。また、これに加えて、この材料を、光で接着と

脱着が繰り返し可能な接着剤として用いることができる

ことを実証している。しかし、この物質は光を吸収する

部分にアゾベンゼン色素を用いているため黄色～赤色に

呈色している。そのため、用途が限定されてしまう可能

性がある。そこで、無色の光反応性材料を用いても同様

な光相転移を可能にすることを目指して、新たな光相転

移を示す分子の設計と合成を行っている。具体的には、

同じく可逆的光異性化反応を示す可視光領域に吸収のな

い炭素炭素二重結合をもつ化合物をアゾベンゼンの代わ

りに用いて、これを糖アルコールに導入する反応を試み

ている。しかしこの化合物は、副反応も起こすために、

この反応を抑えるための分子設計をした上でその化合物

の合成を行っているところである。一連の研究を通じて

色素を無色することに加え、液体固体光相転移を示すの

に必要な要件を検討して、光液化固化性能化合物の基本

設計指針を明らかにし、化合物群の拡張を狙う。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］液晶、高分子、相転移、接着剤 

 

［研 究 題 目］鉄・マンガンクラストの成長ハイエタス

仮説の検証 

［研究代表者］後藤 孝介（地質情報研究部門） 

［研究担当者］後藤 孝介、野崎 達生（海洋研究開発

機構）、鈴木 勝彦（海洋研究開発機構）

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

海底鉱物資源としても期待される鉄マンガンクラスト

の成因および形成史解明に向け、北西太平洋より採取さ

れた鉄マンガンクラスト試料の形成年代決定を行った。

鉄マンガンクラストは、海水から様々な重金属元素を濃
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集しながらゆっくりと形成することが知られており、本

研究で着目するオスミウムも濃集する。この性質を利用

し、鉄マンガンクラストの成長に伴うオスミウム同位体

比変動を、堆積物より復元された過去の海水のオスミウ

ム同位体比変動パターンにフィッティングさせることで

鉄マンガンクラストの形成年代を決定する方法が近年提

唱された。オスミウム同位体比を用いた年代決定は、他

の年代決定法では困難な古い時代（～6500万年前）に形

成した鉄マンガンクラストの生成年代決定や、鉄マンガ

ンクラストの成長が停止した期間（成長ハイエタス）の

検証が可能であるという利点がある。本研究では、海洋

研究開発機構との共同研究のもと、北西太平洋の拓洋第

五海山より採取された鉄マンガンクラストの形成年代を

オスミウム同位体比分析に基づき決定した。その結果、

拓洋第五海山の鉄マンガンクラスト試料は、他の年代決

定方法により推測されていた形成年代よりも古い時代に

形成が開始したことが明らかとなった。また、先行研究

により示唆されていた成長ハイエタスと同様の成長停止

期間が、拓洋第五海山の試料でも存在した可能性がある

ことも分かった。今後、他の海域より採取された鉄マン

ガンクラストの分析も行い、鉄マンガンクラストの成長

ハイエタスが普遍的に存在する現象であるかを検証して

いく。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉄マンガンクラスト、古環境変動、オス

ミウム 

 

［研 究 題 目］全固体リチウム－空気電池の構築とキャ

ラクタリゼーション 

［研究代表者］北浦 弘和（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］北浦 弘和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

環境問題、エネルギー問題の深刻化から、高性能二次

電池の開発が精力的に行われている。正極を空気極、負

極を Li 極とするリチウム－空気電池は、リチウムイオ

ン二次電池と比べて10倍以上のエネルギー密度が期待で

きる。しかしながら Li 金属と有機電解液が併用された

場合、安全性の面で大きな問題となる。一方、不燃性の

無機固体電解質を用いた全固体電池は安全性の問題を根

本的に解決できる電池として研究されている。もし全固

体リチウム－空気電池を構築できれば、安全性と高エネ

ルギー密度を兼ね備えた二次電池となる。そこで本研究

では、実際に無機固体電解質を用いたリチウム－空気電

池を構築し、評価を行った。 

まず始めに無機固体電解質としてオハラ社より提供さ

れた Li-Al-Ti-PO4系固体電解質（LATP）を用いて、Li
／ポリマー電解質／LATP／空気極という構成の電池を

構築し、電池として作動することを確認した。LATP は

Li 金属と接触させると反応してしまい電子伝導性が発

現してしまうため、間にはポリマー電解質を導入した。

空気極はカーボンナノチューブ（CNT）と LATP 粉末

を混合したものを用いた。この結果から電解質として固

体電解質のみを用いたリチウム－空気電池が実現できる

可能性が示唆された。 

そこで、全固体リチウム－空気電池により適した電解

質として、Li-Al-Ge-PO4系固体電解質（LAGP）を合成

し、Li／LAGP／空気極という構成の電池を構築した。

得られた成果として、電解質として固体電解質のみを用

いたリチウム－空気電池を作動させることに成功し、大

気雰囲気下における充放電特性についての知見を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー    

［キーワード］全固体電池、リチウム－空気電池、セラ

ミックス 

 

［研 究 題 目］国際会議に向けた海外渡航費援助 

（Conference on Precision 
 Electromagnetic Measurements 2012） 

［研究代表者］堂前 篤志（計測標準研究部門） 
［研究担当者］堂前 篤志（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 Conference on Precision Electromagnetic Measurements
（CPEM）は精密電磁気計測に関する国際会議であり、

参加者の大多数が各国の国家計量機関に所属する研究員

である。このことから、CPEM は精密電磁気計測に関

する国際会議のなかで最も権威ある会議のひとつとなっ

ている。 CPEM は隔年で開催され、今回の会議

（CPEM2012）は Washington D.C.において2012年7月

1日から6日にかけて開催され、参加者が40を超える国か

ら集まり、合計368件の発表があった。 
 今回、CPEM2012に参加し、「直流高電圧分野におけ

る国家計量標準の高度化につながる新たな抵抗分圧器の

開発」、および「国家計量機関や企業等において実用的

な電気抵抗の基準として用いられている標準抵抗器の高

度化」に関する研究成果の報告を行った。どちらの報告

も聴講者から活発な質問が寄せられた。また、聴講者と

のディスカッションを通じて今後の研究の進め方につい

ての重要な示唆を得ることができた。 

 標準抵抗器の高度化に関する報告は論文として IEEE 
の Instrumentation & Measurement Society へ投稿し、

2013年6月発行の”Special Issue on CPEM2012”に掲載

された。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］精密電磁気計測、計量標準、電気抵抗 

 

［研 究 題 目］高アスペクト比を持つ金ナノロッドのサ

イズ分散抑制法の開発 

［研究代表者］武仲 能子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］武仲 能子、井上 貴仁、大園 拓哉 

（常勤職員3名） 
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［研 究 内 容］ 

 金コロイドの中でも棒状の形状をしたものを金ナノロ

ッドと呼び、特に直径と長さの比（アスペクト比）が20

を超えるものを高アスペクト比金ナノロッドと呼ぶ。高

アスペクト比金ナノロッドは、ナノギャップ電極や光学

素子等に応用が期待されているナノ材料であるが、合成

時の長さ分散が大きく、工業化に向けては長さ分散の抑

制が必須である。先行研究では、長さ分散を抑制するた

めに、合成後の金ナノロッドを長さによって分別する方

法が多く研究されてきた。たとえば、遠心時の遠心チュ

ーブの形状に依存した分別法などがある。しかし実際の

工業化を見据えた場合には、なるべくサイズ分別までの

プロセスが少ないほうが有利である。 

 そこで本研究では、合成後にサイズ分別を行うのでは

なく、合成時にサイズを分別して作成する新たな方法を

開発する。この合成方法では、合成後のサイズ分別プロ

セスが必要ない為、実際の工業化においては有利である

と考えられる。具体的な合成方法として、微小空間内で

金ナノロッドを1本ずつ合成するシステムを構築した。

このシステムでは金ナノロッド間の相互作用がない為、

金ナノロッドの長さは基質の濃度のみによって制御でき

る。今後、最適な基質濃度を制御することで、サイズ分

散の小さい金ナノロッドが合成できると期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金ナノロッド、合成方法、サイズ制御 

 

［研 究 題 目］陽電子寿命測定を用いた金属疲労診断装

置の開発 

［研究代表者］山脇 正人（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山脇 正人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 陽電子寿命測定法は転位等の原子欠陥レベルの超微細

空孔の高感度検出が可能であり、材料の分析研究に用い

られている。従来、本手法による測定ではサンプルを2

枚切出し、陽電子線源をサンドイッチする方法がとられ

ていたが、近年、サンプルを切出さずに直接対象を陽電

子寿命測定出来る手法が開発され、構造物や1枚の試験

片で陽電子寿命測定をおこなうことが可能となった。 

 陽電子寿命測定を用いた金属疲労診断を実施するにあ

たって、欠陥の挙動をその場測定することは非常に重要

なことと考えられる。例えば、試験片の曲げ挙動では表

面に圧縮応力と引張応力が同時に負荷されるため、サン

ドイッチして測定した従来手法で陽電子寿命測定を行っ

た場合、圧縮応力と引張応力の情報が混在してしまうが、

1枚の試験片で陽電子寿命測定が可能な技術を用いれば、

圧縮応力下と引張応力下の陽電子寿命情報を別々に評価

することができる。今回この技術を用いた応力負荷中の

陽電子寿命測定系を開発し、鉄鋼材料において曲げ応力

負荷中における陽電子寿命測定を行った。応力負荷は塑

性変形のおこらない弾性領域での応力負荷で測定を行っ

たところ陽電子寿命の変化が観測された。この理由とし

て 

①結晶の歪による陽電子寿命の変化 

②弾性領域の応力負荷での空孔の変化 

の2つの可能性が考えられる。今後測定性能の向上と更

なる分析により、この2つの可能性を明らかにしていき

たい。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子寿命測定、非破壊検査、アンチコ

インシデンス、転位、弾性変形 

 

［研 究 題 目］イオン液体と高分子が自律形成するミク

ロ構造を活かしたガス分離膜の開発 

［研究代表者］牧野 貴至（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］牧野 貴至（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 イオン液体を多孔質体に含浸させた膜は、優れた

CO2透過選択性を示すものの、圧力や同伴成分によるイ

オン液体の脱落、それに伴う性能低下が課題とされてい

た。これらを解決するため、イオン液体と高分子を複合

化させたゲル膜の利用が提案されている。当該複合材の

微細構造は、イオン液体及び高分子の種類や組成に依存

して変化する。本研究では、微細構造の CO2透過選択

性に対する影響を明らかにすることを目的とした。 
 ポリフッ化ビニリデン（pvdf）及びポリフッ化ビニ

リデン–ヘキサフルオロプロピレン（pvdf-hfp）と、1-

ブチル-3-メチルイミダゾリウム トリフルオロスルホ

ン酸（[bmim][TfO]）を種々の組成で複合させた。いず

れの系においても CO2透過選択性は、[bmim][TfO]の組

成が増加するほど向上した。各系の CO2選択率は同程

度であったが、CO2透過速度は pvdf-hfp 系の方が優れ

ていた。熱分析及び分子分光分析から、[bmim][TfO]は
pvdf とより強く相互作用していることが示唆され、

[bmim][TfO]の運動性の低下が透過速度に影響している

と考えられた。 
［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］分離膜、二酸化炭素、イオン液体、高分

子、省エネルギー 

 

［研 究 題 目］セルロースから化学品のワンステップ合

成を実現する担持金属触媒の創製 

［研究代表者］山口 有朋（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］山口 有朋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

循環型社会構築のために、枯渇性資源ではなく再生可

能な資源を原料として利用する研究が進められている。

特に、バイオマスに多く含まれ、かつ、非可食性である

セルロースから有用物質に変換する反応が研究されてい
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る。本研究では、セルロースをワンステップでイソソル

ビド（医薬品原料や高分子添加剤）に変換する担持金属

触媒の創製を検討した。具体的には、水素化分解反応

（セルロース→ソルビトール）と酸触媒反応（ソルビト

ール→イソソルビド）を同時に進行させる担持金属触媒

を創製し、セルロースからイソソルビドへのワンステッ

プ変換を実現した。 
 現在、工業的なイソソルビドの合成は、硫酸によるソ

ルビトールの脱水反応により行われている。このプロセ

スでは、反応後に中和・中和により生成する塩の分離・

生成物の精製と煩雑な過程が必要である。本研究では、

反応物を豊富な非可食性バイオマス資源（セルロース）

に変更可能であり、かつ、ワンステップの反応で有用物

質に変換することが可能となる。 
［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］バイオマス利用、担持金属触媒、高温水

反応場、セルロース 

 

［研 究 題 目］代替フロンの加水分解反応速度再評価

と省エネルギー処理システムの提案 

［研究代表者］忽那 周三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］忽那 周三（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ヒドロクロロフルオロカーボン類（HCFCs）は、成

層圏オゾン層への影響のため国際的な規制により2020年

または2030年までに放出量を全廃する必要がある。担当

者らは主要な HCFCs である HCFC-22が80℃において

容易に加水分解（OH-反応）し、その速度定数が文献値

の10倍であることを見出した。本研究では、代表的な

HCFCs の80℃付近の加水分解反応速度定数を実測によ

り再評価し、加水分解反応性の高い HCFCs を対象物質

として、80℃のような低温において水酸化ナトリウムな

ど広く工業的に使用されているアルカリ水を用いる、

HCFCs の省エネルギー処理システムを提案する。 

 24年度は、HCFC-225ca と HCFC-123の加水分解反

応（OH–反応）速度定数 kOH–(T)を40℃‐80℃の温度範

囲で決定した。HCFC-225ca の kOH–(T)は HCFC-22と

同程度に大きく、HCFC-123の kOH–(T)は3桁小さかっ

た。HCFC-225ca の加水分解反応ではβ脱離が起こり、

CF3CF=CCl2がほぼ定量的に生成した。HCFC-225ca
では加水分解による破壊処理が有効となる可能性がある

が、生成物 CF3CF=CCl2の破壊処理が必要である。吸

着剤の添加により HCFC-22と HCFC-225ca の加水分

解による処理速度が増大することを確認した。kOH–(T)
を決定した OH–濃度範囲より1桁以上高い OH–濃度範囲

では、加水分解速度は OH–濃度に比例せず特定の OH–

濃度で加水分解速度が最大になった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ヒドロクロロフルオロカーボン、HCFC、

ヘッドスペース、脱離 

［研 究 題 目］超早期診断技術開発プロジェクト 

［研究代表者］申 ウソク 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］申 ウソク、伊藤 敏雄、伊豆 典哉、

赤松 貴文、永井 大資、中嶋 隆臣 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 ガスセンサを用いた呼気分析は最も有望な非侵襲生体

情報計測であり、簡便で迅速に呼気中のガス成分を検出

し、早期に健康状態及び疾患等を診断する技術として有

望である。 

 本課題では、触媒燃焼熱を電圧に変換して出力する熱

電式ガスセンサ原理を利用した呼気ガスセンシング技術

とがん等の疾患を早期に診断できる VOC ガスセンシン

グ技術を開発するとともに、それらのプロトタイプガス

検知器を医学部グループに提供し、呼気水素濃度計測を

実施する。 
 本年度は、素人でも操作できるように自動化を進め、

数～200ppm の範囲の呼気中の水素濃度をガスクロ

（GC）のようなガス分離部無しで選択的に計測する熱

電式水素センサを搭載したプロトタイプを試作した。熱

電式センサの信頼性向上のために、デバイスの熱バラン

ス解析を行い、熱抵抗と熱容量等を見積もり触媒燃焼に

よる発熱量をシミュレーションした。これらの定量的な

データから素子プロセスへのフィードバックが期待でき

る。 

 VOC ガスセンサについては、GC 式で VOC 成分を分

離するプロトタイプ試作品を開発した。昨年度開発した

センサ素子のセンサ基板のヒータパターンを設計変更し、

パッケージを改良することで VOC プロトタイプ試作品

に搭載し、患者の呼気中数 ppb のノナナールの検知を

達成した。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ガスセンサ、アレイ、燃焼触媒、熱電デ

バイス、半導体式センサ、模擬呼気ガ

ス計測 

 

［研 究 題 目］導電性高分子をフレキシブル電極とする

電場駆動型・超薄膜ペーパーアクチュエ

ータの創製 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、導電性高分子をフレキシブル電極とす

るキャパシタータイプの電場駆動型の超薄膜ペーパーア

クチュエータを開発し、その機能を明らかにすることを

目標としている。これまでの研究で開発に成功した電場

応答型・超薄膜アクチュエータの特徴は、数百µm とい

った薄さだけではなく、ウェットプロセスのみで非常に

安易に作製可能な点にある。本アクチュエータの電極に
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は、フレキシブルで高導電性を有する導電性高分子を採

用している。この素子に低電圧（1V 程度）を印加する

と、アクチュエータ全体が屈曲運動を起こすことを確認

した。今後は、アクチュエータの高機能化を目指した研

究を行っていく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］導電性高分子、アクチュエータ、電場応

答 

 

［研 究 題 目］2011年東北地震津波による日本国宮城県

松島湾の海底環境被害 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 2012年6月17日から22日までギリシア国ロードス島で

The Twenty-second (2012) International Society of 
Offshore and Polar Engineering Conference (ISOPE-

2012 Rhodes Conference)（第22回海洋と極地工学に関

する国際会議）が開催された。ISOPE-2012には、「津

波と安全に関するシンポジウム(ISOPE-2012 Tsunami 
and Safety Symposium)」が設けられた。これは、近

年立て続けに起こった2011年東北地方太平洋沖地震津波、

2010年チリ地震津波、2004年スマトラ沖地震津波で生じ

た深刻な被害に鑑み、今後世界で予想される津波災害へ

の対策と、科学技術コミュニティーが直面する課題につ

いて討論することを目的としたシンポジウムである。今

回2011年に松島湾で生じた津波被害を速報し、津波対策

分野を先導する第一線の研究者と津波災害対策について

意見交換することを目的として、この津波と安全に関す

るシンポジウムに参加した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ 2011年東北地方太平洋沖地震津波、津

波、海底がれき、超音波海底探査装置、

松島湾 

 

［研 究 題 目］アルギニンを用いたポリフェノールの可

溶化 

［研究代表者］平野 篤（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］平野 篤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

ポリフェノールは活性酸素種を除去する作用（抗酸化

作用）を有するため、老化防止や成人病予防などに有効

な物質であると期待されているが、酸性や中性条件下で

水に溶解しにくいため、食品や飲料への応用が困難であ

る。我々は既に人体に安全なアミノ酸の一つであるアル

ギニンが難水溶性の薬剤の可溶化に有効であることを示

しており、当該研究では、この可溶化技術を応用してポ

リフェノールの溶解度の向上を目指す。 

我々はアルギニンの共存による芳香族薬剤の溶解度の

向上に成功しており、同じく芳香族化合物であるポリフ

ェノールの可溶化も、アルギニンの共存によって実現す

ると予測している。アルギニンは芳香環と相互作用する

ため、芳香環の数が多いポリフェノールほどアルギニン

によって可溶化されやすいと考えられる。本研究はポリ

フェノールの溶解度実験と分子動力学計算を組み合わせ

ることで、ポリフェノールに対するアルギニンの可溶化

効果とそのメカニズムを明らかにする。 

ポリフェノールの難水溶性は消化管での吸収効率（効

能）の低下も招くため、本手法によって、ポリフェノー

ルの溶解性が改善されれば、ポリフェノールを含有した

飲料やサプリメントの開発の幅が広がるだけでなく、抗

酸化作用等の効能の向上も可能になる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］可溶化、アルギニン、薬剤、ポリフェノ

ール 

 

［研 究 題 目］社会性アブラムシにおける自己犠牲的な

ゴール修復行動に関わる分子、細胞、発

生学的基盤の解明 

［研究代表者］沓掛 磨也子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］沓掛 磨也子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、モンゼンイスアブラムシの兵隊幼虫が示

すゴール修復という社会行動に着目し、その成立基盤お

よび進化について、分子・細胞・発生の多面的アプロー

チからの理解を目指すものである。 

 ゴール修復とは、外敵により破壊された巣（ゴール）

の傷を、兵隊幼虫がみずからの大量の分泌体液を混ぜ固

めて塞ぎ、修復するという社会行動である。兵隊は、体

腔内に多数の巨大で顆粒をもつ特殊な細胞（以下、巨大

顆粒細胞とよぶ）を有しており、ゴール修復時には、巨

大顆粒細胞を大量に含む体液を放出する。これまでの研

究から、この分泌体液中には、5-6種類のタンパク質が

多量に存在しており、それらの一部は、フェノール酸化

酵素および内部に繰り返し配列をもつ新規タンパク質

（以下、サイズ多型タンパク質とよぶ）であることが明

らかになっていた。 

 フェノール酸化酵素およびサイズ多型タンパク質のin 
situハイブリダイゼーションおよび免疫組織化学をおこ

なったところ、いずれも巨大顆粒細胞で発現しているこ

とがわかった。また、巨大顆粒細胞におけるRNAseq解
析をおこなったところ、これらの遺伝子は、巨大顆粒細

胞において極めて大量かつ特異的に発現していることが

明らかになった。このことは、これらのタンパク質成分

がゴール修復時における分泌液凝固に重要な役割を果た

している可能性を強く示唆している。特にフェノール酸

化酵素はメラニン合成の鍵酵素として知られており、そ

の反応過程で生じるキノン類は周辺タンパク質を架橋し

凝固させることから、ゴール修復との関連性が推測され

た。 
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 分泌液凝固反応をin vitroで再現するために、大腸菌

で発現させたサイズ多型タンパク質の組換えタンパク質

に対して、フェノール酸化酵素（キノコ由来の標品）と、

基質としてL-DOPAを加えて室温で反応させたところ、

サイズ多型タンパク質が架橋され高分子化することが明

らかになった。現在、モンゼンイスアブラムシの配列を

用いたフェノール酸化酵素の組換えタンパク質を合成中

であり、酵素活性をもつ組換えタンパク質を発現させる

ことに成功している。これを用いて、in vitro凝固実験

をおこない、サイズ多型タンパク質の架橋および凝固反

応が再現できるかどうかを調べる予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］社会性昆虫、兵隊アブラムシ、社会行動、

体液凝固、メラニン 

 

［研 究 題 目］難溶性鉱物の重希土類資源評価法と抽出

法の開発 
［研究代表者］星野 美保子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］星野 美保子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 世界各地のアルカリ火成岩に多量に含まれるジルコン

やユージアル石などの鉱物が、金属資源として重要な重

希土類元素（HREE：Y, Gd-Lu）を多量に含有するこ

とは古くから知られていたが、風化や変質に強く分解し

にくい鉱物（難溶性鉱物）であるため、これまで資源開

発の対象にはなっていなかった。そのため、難溶性

HREE 含有鉱物の定量的化学分析や結晶構造の評価と

いった鉱物学的情報は欠如していた。しかし、研究代表

者らの最近の研究により、アルカリ火成作用に伴う熱水

活動の過程で形成された HREE 含有ジルコンは、結晶

性が著しく低下しており、簡単な酸処理で HREE をほ

ぼ100%抽出できることが判明した。そこで本研究課題

では、ジルコン以外の鉱物にもこの手法を適用し、

HREE 含有難溶性鉱物を実用的な資源として利用する

ことを目指して、化学組成分析と結晶性の評価を行う。

これらの鉱物学的情報と、溶媒の種類・温度・濃度を変

化させた HREE 抽出実験の結果を合わせて、HREE 資

源として利用可能な難溶性鉱物の資源評価法を提案する。 

 平成24年度は、重希土類資源の候補である多様な産地

に産出するフェルグソン石（HREENbO4）に対して、

粉末 X 線回折装置を用いた結晶性の評価と希塩酸を用

いた HREE の抽出実験を行った。その結果として、フ

ェルグソン石は、結晶構造が壊れた状態で産出するもの

が多く、150℃程度の1M 塩酸で30時間保持するだけで、

ほぼ100%の HREE を抽出できることが判明した。さら

に抽出後の残さは、純粋なニオブ酸化物（Nb2O5）が形

成される。ニオブも最先端製品に必須のレアメタルであ

り、本結果は、フェルグソン石が有用な重希土類資源だ

けでなく、ニオブ資源としても有用であることを示唆す

る。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］重希土類資源、難溶性鉱物、結晶性評価 

 

［研 究 題 目］免疫応答を高めるための新規メソ多孔質

アルミ化合物アジュバント 

［研究代表者］王 秀鵬（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］王 秀鵬（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

免疫システムは、人間が病気と戦うための最高のツー

ルである。しかし、体の自然免疫応答がダウンレギュレ

ートしている場合は、病気との戦いをより効果的にする

ために、外部からの免疫刺激が必要になる。アジュバン

トとは、抗原に特異的な免疫応答の程度、範囲、品質と

耐久性を向上させる物質である。 
本研究課題の目的は、臨床使用可能なアルミ化合物ア

ジュバントにメソ多孔質及び繊維状の形態を付与するこ

とで、生体の免疫応答を高めた新規メソ多孔質アルミ化

合物（M-Al ナノファイバー）アジュバントを開発する

ことである。本研究では蒸発誘起自己組織化の方法を採

用し、長さおよそ1µm、幅およそ100nm、比表面積

209m2/g の M-Al ナノファイバーを調製した。M-Al ナ

ノファイバーは、免疫増強効果を有する菌体由来物質

（結核菌熱水抽出物など）を複合化させるキャリアとし

て使用し、in vivo 実験に供するアジュバント候補材料

を調製した。 
In vivo 実験に先駆けて、アジュバント候補材料は in 

vitro 実験によって有効性のスクリーニングを行った。

詳細には、免疫の活性化に重要な抗原提示細胞のモデル

であるマクロファージ様細胞の培養系にアジュバント候

補材料を添加し、40時間培養後に免疫活性の指標となる

培養液中のサイトカイン（GM-CSF、IL-4など）を定量

した。本研究で開発したアジュバントの in vitro 免疫活

性は、アラムと比較して明瞭に高まった。 
In vitro の免疫活性が示されたアジュバント候補材料

は、in vivo 実験にて免疫活性化の有効性を確認した。

詳細には、アジュバント候補材料はマウスの皮下に注入

した。数週間後に、脾臓及び血液中に含まれる免疫活性

の指標となるサイトカイン（GM-CSF、IL-4など）を定

量した。In vitro での結果と同様に、アジュバント候補

材料の in vivo 免疫活性がアラムと比較して明瞭に高ま

ったことが分かった。 
以上のように、新規メソ多孔質アルミ化合物アジュバ

ントによって生体の免疫応答を高めることが可能である

と示された。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］メソ多孔質アルミ化合物、免疫補助療法、

アジュバント、 
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［研 究 題 目］光で溶ける有機材料－再生可能な感光性

有機材料の基盤技術の創出 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、研究代表者らは、光照射によって融解し、加熱

によって固体へ戻る有機材料を開発した。このような材

料はこれまでに報告が無く、産業応用的に様々な用途が

考えられる。本研究課題では、研究代表者らが新たに発

見した、繰り返し可能な光で溶ける有機材料系について

の体系的な理解に加え、これを突破口とし、固体と液体

の状態間を光によって自由自在に操ることが可能な革新

的機能材料系へと発展させることを目指して研究する。 

 H24年度は、分子構造と光相転移特性との関連を明ら

かにし、「光で溶ける」材料を設計する上での経験的な

指針を得るため、新規化合物を合成し、光特性、結晶構

造および材料としての諸物性の測定を行った。その結果、

分子構造設計の指針、分子の動きと光相転移現象との関

連、光融解および結晶化の制御に関する知見を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー・材料・製造   

［キーワード］結晶、固体、液体、光応答性材料、超分

子化学 

 

［研 究 題 目］一般食品の味覚に対する感知しやすさと

感覚的強度に基づいた消費者の食物認知

に関わる国際比較 

［研究代表者］小早川 達（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］小早川 達、後藤 なおみ 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

同じ一般食品を摂取しても、異なる食文化をもつ消費

者の間では、食物に対する認知に差異が生じる可能性が

ある。そこで本研究では日本人および西欧人を対象に、

親近性の異なる一般食品に対する消費者の食物認知につ

いて検討した。日本人および西欧人に馴染みのあるマシ

ュマロと、日本人には馴染みがあるが西欧人には馴染み

のない羊羹を用い、鼻腔開放状態および鼻腔閉鎖状態で

基本五味（甘味、塩味、酸味、苦味、うま味）に対する

感知しやすさ、および感覚強度の評定を行った。その結

果、後鼻腔香による味覚の増強にとって基本五味に基づ

く一般食品の印象に関する先行情報は必要条件であると

は言えなかった一方、感知しやすさと感覚強度の間に特

徴的な関係性が生じるためには基本五味に基づく先行情

報と後鼻腔香が必要であることが示された。換言すれば、

一般食品に対する親近性によって、基本五味に基づく一

般食品の印象や、感知しやすさと感覚強度の関係に及ぼ

す後鼻腔香の影響が変化することが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］一般食品、内省強度、感知しやすさ、後

鼻腔嗅覚、国際比較 

 

［研 究 題 目］エレクトロスピニング法を用いた Li お

よび Na イオン電池次世代材料開発 

［研究代表者］細野 英司（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］細野 英司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界での産業の発展に伴い、化石燃料の消費が増加し、

CO2の排出量の増加による地球温暖化や原油価格の高騰

などの環境･エネルギー問題が、近年、盛んに取り上げ

られている。その解決にはクリーンなエネルギーデバイ

スの開発が必要とされており、Li イオン電池に注目が

集まっている。さらに、Li 資源の枯渇やコストの高騰

が懸念されており、二次電池の高性能化と共に、低コス

ト化も重要な課題である。Na はユビキタス元素であり、

Li が海水中に僅かに存在するのに対し、Na は非常に高

濃度で存在し、Li よりも遥かに豊富かつ容易に回収で

きると考えられる。したがって、Na イオン電池は、低

コスト化への期待がある二次電池である。 

 高性能 Li および Na イオン電池開発へ向けて、豊富

な種類の元素を用いたナノ構造材料作製が可能なエレク

トロスピニング法を利用した研究を行った。 

 本研究では、LiMnxFe1-xPO4単結晶ナノワイヤーと

VGCF の複合コアシェル構造について XRD、SEM、

TEM による構造および形態の解析に加えて、Mn の割

合に対する充放電特性や出力特性、サイクル特性等の電

池特性について詳細を報告した。また、LiFePO4という

Li イオン電池材料を用いて、Na イオン電池の動作を確

認し、今後の Na イオン電池開発において、材料探索の

対象の広さについても確認することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］Li イオン電池、Na イオン電池、正極材

料、単結晶、ナノ構造制御 

 

［研 究 題 目］光触媒による高塩濃度中細菌の処理機構

の解明 

［研究代表者］根岸 信彰（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山田 奈海葉、忽那 周三、小池 和英 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 海水中細菌の光触媒による殺菌効果を調べるために、

淡水、0.5%NaCl 水溶液、及び人工海水中の全てで生存

可能な E-coli K12の光触媒による除去を実施した。海水

中の NaCl は、光触媒作用により残留塩素の生成要因に

なると予期されたため、残留塩素計による光触媒への光

照射に伴う残留塩素濃度の濃度変化についてモニターし

た。その結果、光触媒共存下において NaCl 水溶液への

UV 光照射のオンオフに応答した残留塩素レベルの変化

が観察された。光触媒共存下における淡水中 E-coli K12
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への UV 照射では生菌数は暫時減少することが観察さ

れたが、全菌数の変化は8時間の UV 照射では観察され

なかった。一方、人工海水中 E-coli への UV 照射では

生菌数は急激に減少したばかりでなく、全菌数の減少も

観察された。この結果は光触媒表面に生成した塩素活性

種の生成と関連性があると推察された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、海水、E-coli、残留塩素生成、 

殺菌 

 

［研 究 題 目］視床－皮質ネットワークが司る注意統合

機構とその病態解明 

［研究代表者］小村 豊（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小村 豊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、注意統合機能に着目して、動物に色（赤

あるいは緑）と動き（上あるいは下）を組み合わせた視

覚刺激を提示し、その視覚刺激から知覚内容（赤色が下

に動くなど）を判別させる課題を遂行させた。この課題

で動物は、あらかじめ指定されたターゲットの色（赤あ

るいは緑）に注意して、その色のドットの集合体が、上

に動いているか、下に動いているかを判別し、上に動い

ている場合は右のバーを、下に動いている場合は左のバ

ーを触って報告する必要がある。赤緑、上下という個々

の視覚属性の呈示確率は一定にしながら、その組み合わ

せ確率のみ（横軸）を変化させ、正答率または反応時間

を縦軸にとると、各々、シグモイド曲線と回帰直線でフ

ィットできた。また、視床－皮質は、密接な解剖学的結

合があり、脳の中でもひとつの複合体としてのネットワ

ークを形成しているが、その役割についてはほとんど分

かっていない。そこで、視床と皮質のニューロン活動を

同じチャンバーから記録できるようなグリッドを設置し、

MRI 上も確認できた。今後、注意統合課題を遂行時の

各ニューロン活動のふるまいを、詳細に解析していく。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視床、皮質、注意 

 

［研 究 題 目］原発等の複雑システムの安全性向上を目

的とする「工学システム」と「人・組織

システム」の複合体の挙動に関するゲー

ム理論を基礎としたシミュレータの開発 
［研究代表者］牧野 良次（安全科学研究部門） 
［研究担当者］牧野 良次（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
原子力発電所や化学プラントといった複雑システムの

安全性向上（＝事故リスクの低減）を目的として、複雑

システムを「工学システム」と「人・組織システム」の

複合体と理解した上で、そのダイナミクスをシミュレー

トし、時間とともに変動する事故リスクを定量化する技

術を開発することが本研究のねらいである。産業関連施

設は複雑な工学システムとそこで働く人や運営する組織

が複合している人間－機械系であるため、その安全を担

保するには「工学システム」だけでなく「人・組織シス

テム」の特性を考慮し、かつ両者の相互作用を評価する

ことが必要不可欠となる。産業関連施設の事故リスクを

評 価 す る 研 究 分 野 と し て 確 率 論 的 リ ス ク 評 価

（probabilistic risk assessment: PRA）があり、そこ

では「工学システム」のシミュレーションに関する研究

が進展している。しかしながら、従来の PRA は「人・

組織システム」について十分な注意を払っておらず、し

たがってシミュレーション技法も確立されていない。こ

の状況は、産業関連施設の安全確保という目的に対して

不十分であると言わざるを得ない。福島第一原子力発電

所における事故発生からこれまでの経緯が明らかにして

いるように、「工学システム」自体の安全性だけでなく、

事故発生前の予防段階あるいは事故対応中における人・

組織の行動が事故予防や事故影響拡散防止において極め

て重要である。そこで本調査研究では、経済学やゲーム

理論の分析方法を基礎として人間・組織の行動をシミュ

レートする手法を開発し、それを工学システムのシミュ

レーションと融合させることによって産業関連施設の安

全性向上・事故リスク低減に貢献する。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］安全、工学システム、人・組織システム、

ゲーム理論、シミュレータ 

 

［研 究 題 目］室温マルチフェロイクスにおける強誘電

ドメイン・磁気ドメインの協調スイッチ

ング 

［研究代表者］伊藤 利充（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 利充（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マルチフェロイクスは強誘電性・（反）強磁性などの

複数のフェロ特性を併せ持つ系であり、フェロ特性同士

を結合させて電場で磁性を変化させるなど、従来にない

制御性が得られる期待が高まっている。研究代表者が開

発した「レーザ加熱結晶育成技術」を用いて、育成が困

難な室温マルチフェロイクス BiFeO3の大型結晶の育成

を可能にし、強誘電・磁気ドメインを観測する手法を開

発し、実際に協調スイッチングさせることが目標である。

レーザ加熱を用いることによって原料棒での不要な反応

を抑制することに成功し、安定的に結晶成長を行なうこ

とが可能になった。得られた結晶の質は非常に高く、従

来の試料で問題となっていた低温での不純物磁性の効果

がほとんど見られない。実際に帯磁率の温度依存性から

らせん磁性の方向を推定することが可能になった。この

ことを利用すれば磁気ドメインを推定し、スイッチング

による磁気ドメインの変化を調べることができる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
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［キーワード］レーザ加熱結晶育成技術、室温マルチフ

ェロイクス、協調スイッチング 

 

［研 究 題 目］隔測計測を活用した海底堆積ごみの面的

分布の把握方法 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之、古島 靖夫、橋本 英資、

鈴木 淳（常勤職員3名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 海底ごみは漁業の妨げになり、生態系環境を悪化させ

るなど多くの問題を持つ。しかし、海底ごみは人目に触

れる機会が極めて限られるため、その分布状況などがま

だよくわかっていない。先行研究によると、海底ごみは

陸起源であり、特に生活ごみの「ポイ捨て」が主な発生

源であるとされる。これまでの主な海底ごみ調査法は底

曳網を用いたものであるため、日本において小型底曳網

漁場の範囲外での海底ごみ分布の知見は少ないことが指

摘されている。 

以上の状況を踏まえると、今後、海底ごみの影響範囲

を調査するには、様々な沿岸域全体に適応可能で、空間

分解能が高く、調査時間が短くてすむ計測方法が必要と

考えられる。音響を利用した海底探査装置、たとえばマ

ルチビーム測深機、サイドスキャンソナーは、海底上の

物体を識別する能力を持つ機器である。一方で、音響を

利用した海底探査装置が海底ごみの調査に使用される割

合は非常に小さい。このため、海底ごみの調査に用いる

には、解決すべき技術的問題が存在すると考えられる。

そこで、我々は海底ごみ試験片を浅い海の海底に置き、

ワイドバンドマルチビームにより試験撮影を行い、その

結果に基づき、音響を利用した海底探査装置に基づく海

底ごみ識別に関する技術的課題について議論した。その

結果、ある程度の大きさと特徴的な形状を有する海底ご

みや、海底からの高さを持った小型海底ごみの集合体に

ついては、それらの形状からマルチビーム測深機で識別

できる可能性があることがわかった。このほか、宮城県

松島湾で東日本大震災直後の被害実態を明らかにするた

めに、サイドスキャンソナーで海底環境の調査を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底ごみ、海洋ごみ、浅海域、海底探査

装置、ワイドバンドマルチビーム測深機 

 

［研 究 題 目］二酸化炭素加圧による薬剤の融点降下機

構の分光学的解明 

［研究代表者］竹林 良浩（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］竹林 良浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

常温常圧で固体である有機化合物に、CO2で100気圧

程度の圧力をかけると、その融点が数10℃にわたって低

下することが知られている。この現象を利用すると、熱

的に不安定な医薬品を、比較的低い温度で融解させて液

体化させることができ、混合や分散・微粒化などの処理

が容易となる。こうした融点降下の原因は、固体融液中

への CO2の溶解であると考えられる。しかし、融液中

に CO2がどのくらい溶解し、その溶解量が化合物の種

類や温度・圧力によりどのように変化するかについては、

実測データがほとんどない。本研究では、融液中への高

圧 CO2の溶解量を近赤外分光法を利用してその場測定

し、融点降下量との相関を熱力学的に明らかにすること

により、CO2加圧融液プロセスにおける温度・圧力条件

の設定指針を示すことを目的とした。 

今年度は、近赤外分光測定用の高圧光学セルと光ファ

イバーシステムを作成し、ビフェニルとナフタレンを対

象として、融液中への CO2溶解量の圧力・温度変化を

測定した。CO2溶解量は、温度が低く圧力が高いほど増

加し、200気圧での CO2モル分率は0.6に達した。また、

ナフタレン中への CO2溶解量は、100気圧以下ではビフ

ェニル中よりも小さいが、より高圧側では逆に大きくな

ることが分かった。これは融点降下量の大小関係と一致

しており、CO2溶解量と融点降下量の間に相関があるこ

とが示された。さらに、得られた CO2溶解量を Peng-
Robinson 型の状態方程式を用いた気液平衡計算により

相関し、決定した相互作用パラメータを用いて気液固平

衡計算をすると、融点の圧力変化を5℃程度の誤差で再

現できることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超臨界 CO2、高圧流体プロセス、近赤 

外分光法、溶解度 

 

［研 究 題 目］グラフェンナノシートを用いた高活性、

低コストリチウムー空気電池の空気極の

開発 

［研究代表者］劉 銀珠（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］劉 銀珠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、大きいエネルギー密度を有する金属リチウム－

空気電池が注目されている。我々のグループではハイブ

リッド型リチウム－空気電池を提案し、報告してきた。

しかし、実用化に至るまでには改善すべき点が多く残さ

れているのが現状である。すなわち、実用化に向けては

新しい材料の開発および発見によるエネルギーデバイス

性能の向上が必須である。本研究では新規炭素材料であ

るグラフェンナノシートに N や P をドープし、ハイブ

リッド型リチウム－空気電池の電極触媒として用いるこ

とにより高活性かつ低コストのリチウム－空気電池の開

発を目的とした。 

得られた N ドープグラフェンナノシートと P ドープ

グラフェンナノシートを空気極触媒として用い、アルカ

リ電解液（1M LiNO3＋0.5M LiOH）で24時間放電を行

った結果、N ドープグラフェンナノシートが P をドー

プグラフェンナノシートより高い放電電位を示した。更
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に、サイクル特性においても20サイクル充放電を行って

も充放電電位に大きな変化は見られず、高い耐久性を持

つことが確認できた。これらの結果より、N ドープグ

ラフェンナノシートが水系リチウム－空気電池の高活性

触媒として可能性を持ちことを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］リチウム－空気電池、グラフェンナノシ

ート、触媒、元素ドープ 

 

［研 究 題 目］マイクロバブルアシスト型光触媒反応に

よる難分解性物質汚染水浄化技術の開発 

［研究代表者］平川 力（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］平川 力、西本 千郁（他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、水質浄化においてマイクロバブル単体及び

光触媒単体では効率が低いことに着目し、これらを併用

することでお互いの活性の低下を補完する方法を模索す

るために共同研究機関である八戸高専と共に開始した研

究である。マイクロバブル水中と光触媒反応の併用を行

った結果、マイクロバブル水中において光触媒反応効率

が良いことを確認した。これは、マイクロバブル粒径が

小さいと、バブルの寿命が長く、酸素分子を長く液体中

に存在させられるという物理的特性が有意に光触媒に働

いたためであると考察した。この際、分解対象とした難

分解性物質においては、光触媒表面に吸着し易いものほ

ど分解されやすい傾向にあった。このマイクロバブル水

にオゾンを生成できる短波長の紫外線を照射することで、

難分解性物質の分解効率は著しく促進された。これは、

マイクロバブル内部にオゾンが生成されることに加え、

オゾンの光分解によりヒドロキシルラジカルが生成され、

難分解性物質の酸化反応が促進されるためと考察した。

そこで光触媒を併用したところ、ヒドロキシルラジカル

の生成速度が増大することが分かった。光触媒は短波長

紫外線ほど吸収しやすいため、短波長の紫外線を用いた

場合に光触媒が吸収する光の量が増大し、光触媒反応が

促進されヒドロキシルラジカルの生成量が増大したと考

察された。上記の研究過程から、オゾンを生成できる短

波長の紫外線を照射することで、光触媒とマイクロバブ

ルが相乗的な効果が見出された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］光触媒、マイクロバブル、オゾン、水質

浄化、活性酸素 

 

［研 究 題 目］陸域における嫌気的メタン酸化の大気へ

のメタン放出抑制効果の評価 

［研究代表者］吉岡 秀佳（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 秀佳（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 陸域地下圏におけるメタン生成・嫌気的メタン酸化プ

ロセスを解明し、メタンフラックスを明らかにするとと

もに、ガス・水の地化学分析により嫌気的メタン酸化の

制限要因を明らかにする。 
本年度は、東京都で掘削された沖積層のコア堆積物に

ついて、14C-トレーサーと13C-メタンを用いた培養実験

によって、それぞれ現場のメタン生成速度とメタン酸化

速度を評価した。その結果、沖積層のすべての深度にお

いてメタン酸化活動が活発であり、遺伝子解析で見つか

った嫌気的メタン酸化菌の分布と調和的であった。メタ

ン生成活性も検出されたが、メタン酸化速度より小さく、

現在はメタンの消費が進行していると考えられる。間隙

水は淡水組成であったことから、地質時代に天水の水に

置換された後に、微生物によって生成されたメタンが堆

積物中に蓄積し、その後嫌気的メタン酸化菌によって消

費されている状況にあると考えられる。 
［分 野 名］地質 

［キーワード］陸域地下圏、嫌気的メタン酸化、 

沖積層、メタン生成 

 

［研 究 題 目］東日本大震災における津波被災住宅改築

のためのフェントン反応を用いた新規防

カビ・防虫技術の開発 

［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 
［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
カトリーナ台風などの洪水被災地の住宅において、カ

ビの繁殖と喘息や肺炎等の増加の報告がある。東日本大

震災で浸水した住宅において、カビによる健康影響が強

く懸念されている。一方で、一般的に使用されている防

カビ剤自体がヒト健康に悪影響を与える可能性も懸念さ

れている。本研究では、ヒト健康リスクの小さいカビ除

去・防カビ・害虫駆除法を開発することとした。 
室内環境中に存在する代表的な真菌である A. 

penicilliadus、A. restrictus、Wallemia、 A. niger、
cladosporium cladosporioides の5種類を対象として試

験を行った結果、60分以内に大きな減衰を示し、その後

徐々に減衰することが確認された。また、震災被災地の

被災住宅における実地テストにおいても、夏季・冬季共

に、フェントン試薬散布前と比較して、フェントン試薬

噴霧翌日の浮遊真菌濃度及び付着菌濃度が減衰すること

が確認された。これらの結果から、様々な真菌に対しフ

ェントン反応が有効であることが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］室内環境、真菌、フェントン反応、鉄、

過酸化水素、東日本大震災 

 

［研 究 題 目］液相レーザを利用した1－Step アパタイ

ト形成プロセスの開発 

［研究代表者］大矢根 綾子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大矢根 綾子、坂巻 育子 

（常勤職員1名、他1名） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(655) 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者らはこれまでに、液相レーザープロセス

を利用して、エチレン－ビニルアルコール共重合体

（EVOH）基材に対する部位特異的なリン酸カルシウ

ム形成技術を開発してきた。この従来技術ではまず、リ

ン酸カルシウム過飽和溶液中に設置された EVOH 基材

の表面に非集光のレーザー光を3時間照射し（第1工程）、

次いで同基材を別に用意した過飽和溶液中に24時間浸漬

する（第2工程）。その結果、EVOH 基材表面のレーザ

ー照射領域のみに、リン酸カルシウム層を形成させるこ

とができる。しかし、このような長時間の2-Step プロ

セスは実用的でない。そこで本研究では、第2工程を実

施することなく1-Step で EVOH 基材の表面にリン酸カ

ルシウム層を迅速形成させる技術の確立を図った。まず

初めに、種々の制御因子を変化させて液相レーザープロ

セスを実施し、各々の制御因子が EVOH 基材上におけ

る CaP 形成に与える影響・効果について検討した。そ

の結果、レーザー光の周波数が高いほど、エネルギー密

度が高いほど、また、波長が短いほど、照射領域におけ

る CaP 形成が促進されることが分かった。最適化され

た照射条件によれば、液相レーザープロセスを30分間実

施するだけで、EVOH 基材のレーザー光照射領域のほ

ぼ全面に CaP 層が形成された。すなわち、EVOH 基材

表への CaP 層の迅速形成を、1-Step の液相レーザープ

ロセスで実現することができた。さらに、基材によるレ

ーザー光の吸収が CaP 形成の必須条件であることを明

らかにし、EVOH 以外の高分子基材にも本液相レーザ

ープロセスを適用できることを示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］リン酸カルシウム、コーティング、バイ

オミメティック、過飽和溶液、レーザー 

 

［研 究 題 目］光によって固体から液体へ相転移する化

合物のフォトリソグラフィー材料への応

用 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、研究代表者らが新規に発見した、光

を当てると固体から液体へ相転移を起こす有機化合物を

活用した新しいフォトリソグラフィー技術を開発するこ

とを最終目的とする。そのための基盤研究として、未解

明である当該材料の光応答特性を明らかにすると共に、

この材料を用いた光パターニング方法を開発する。 

 H24年度は、反応メカニズムの詳細な検討と、材料と

して使用する最適な化合物の探索についての基盤的な検

討を行った。分子構造と光相転移特性との関連を明らか

にするため、アゾベンゼンを光反応部位として有する化

合物の検討を行った。さらに、それらの化合物の光応答

特性、結晶構造、およびパターニング方法について検討

した。その結果、当該材料を用いた薄膜のパターニング

に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー・材料・製造   

［キーワード］結晶、固体、液体、光応答性材料、超分

子化学 

 

［研 究 題 目］睡眠不足が情動記憶の偏向および脳活動

に及ぼす効果検証 

［研究代表者］甲斐田 幸佐（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］甲斐田 幸佐、仁木 和久 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

睡眠は、記憶するために必要な生理現象である。睡眠

不足になると、物事を認知・判断する能力が低下し、記

憶能力が低下することが知られている。本研究では、断

眠（38時間）によって生じる感情認知や記憶の偏向が、

長期的な影響として残るのかどうかを検討した。 

被験者は健常男性大学生16名であった。本研究では、

通常睡眠のあと（統制条件）、または38時間の連続覚醒

のあと（断眠条件）に被験者に感情写真を記憶させ、そ

の後に記憶テストを行い、記憶の忘却率を算出し、条件

間で比較した。記憶テストは、記憶の直後（10分後）と

8日後に行った。本研究で検討した仮説は下記であった。

① 断眠後の記憶能力は、中性刺激に対しては低下する

が、快・不快刺激に対しては低下しない、② 断眠の影

響は、断眠8日後にも残る。 

実験の結果、下記の2点が分かった。① 睡眠不足状態

では、快・不快刺激の記憶に比べて、中性刺激の記憶能

力が低下することが分かった。② 睡眠不足状態で憶え

た快・不快刺激は、8日目には忘却されやすいことが分

かった。 

 本研究の結果は、睡眠不足で記憶した直後（記憶課題

終了10分後）には、中性刺激と比べて、感情刺激が記憶

に残りやすいが、逆に8日目には、感情刺激は忘却され

やすくなることを示している。つまり、本研究の結果か

ら、睡眠不足状態で記憶した感情刺激は、長期に保持さ

れにくいことが分かった。この結果は、睡眠不足が感情

記憶の忘却に寄与している可能性を示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠不足、感情、記憶 

 

［研 究 題 目］生体高分子試料導入インターフェースの

開発及び高度化 

［研究代表者］藤井 紳一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、バイオ医薬品開発や生体関連分子を対象と

した検査などにおける生体高分子分析技術の向上によっ
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て、国内のバイオ・メディカル産業の活性化を目的とす

るものである。近年、これらの分野において、生体高分

子中の特異的元素を指標とした分析技術が導入されつつ

あり、使用される装置である誘導結合プラズマ（ICP）
分析装置のための高効率な試料導入技術が求められてい

る。本研究では、生体高分子分析に適した ICP 分析装

置用試料導入インターフェースを開発し、特に核酸

（DNA, RNA）などの生体高分子を対象としたアプリ

ケーションの確立とその高度化を図った。  

技術シーズとして、独自に開発した可変式三重管ネブ

ライザーを基盤とする試料導入インターフェースを生体

高分子導入用にゲル緩衝液など高粘性溶液を導入可能な

ように高度化し、堅牢性等の検証を行うことで連携企業

からの製品化を目指した。特に、ネブライザー先端形状

および気化室形状の最適化および、ネブライザー内挿キ

ャピラリーの素材および形状の検討を行った。DNA や

RNA などの生体高分子分析のために、キャピラリーゲ

ル電気泳動装置との接続をするため、内挿キャピラリー

にテフロンチューブを採用して、最適化されたネブライ

ザーを用いて試料噴霧実験を行った。ゲル緩衝液をシー

ス液と共に10 µL/min で送液し、電気泳動によってリ

ン酸イオン標準液の分析を行ったが、繰り返し再現性は

RSD で3.5%程度と安定した測定値を得ることが可能で

あった。 

開発した試料導入インターフェースを用いて、キャピ

ラリーゲル電気泳動－ICP－質量分析装置によって

DNA の定量分析を行った。125 bp の DNA 断片の検出

下限値は9.4 pg と既報と比較して3桁以上の高感度化を

達成した。今後、他の分子種への拡張が期待される。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］生体高分子、試料導入、元素質量分析 

 

［研 究 題 目］高アスペクト比を持つ金ナノロッドの溶

媒分散及び配列技術の開発 

［研究代表者］武仲 能子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］武仲 能子、大園 拓哉 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 金コロイドの中でも棒状の形状をしたものを金ナノロ

ッドと呼び、特に直径と長さの比（アスペクト比）が20

を超えるものを高アスペクト比金ナノロッドと呼ぶ。高

アスペクト比金ナノロッドは、ナノギャップ電極や光学

素子等に応用が期待されているナノ材料である。高アス

ペクト比金ナノロッドは、濃厚界面活性剤水溶液内で金

イオンを還元することによって合成するため、使用にあ

たっては合成に用いた界面活性剤を洗浄する必要がある。

この洗浄過程は、一般的に遠心操作によって行われる。

ところが、低アスペクト比金ナノロッド（アスペクト比

～10）では問題なく行える遠心操作が、高アスペクト比

金ナノロッドの場合には、ナノロッド同士の凝集・バン

ドル化という問題を引き起こす。この凝集現象こそが、

高アスペクト比金ナノロッドの工業化を妨げている一つ

の大きな要因だと考えられる。 

 そこで本研究では、高アスペクト比金ナノロッドの表

面を、電荷をもつ化合物で修飾することで、電荷間の斥

力相互作用を用いて、遠心操作後も高アスペクト比金ナ

ノロッドを凝集させない技術を開発した。またこの方法

で分散させた高アスペクト比金ナノロッドを、一方向に

配列させる技術も合わせて開発した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金ナノロッド、分散技術、配列技術 

 

［研 究 題 目］キャピラリー電気泳動法を用いる海水中

のけい酸イオンの新規定量法の開発 

［研究代表者］チョン 千香子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］チョン 千香子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 全球での海水栄養塩の長期的変動の観測では、測定時

期や空間の隔たりを超えた測定データの間で相互比較が

行われる。高い信頼性を有する測定データを得るために、

拡張不確かさ1%未満の正確な標準物質が求められてお

り、我々はその迅速な開発を目指している。標準物質の

値付けには、複数の測定手法を用いて定量値の妥当性を

十分に評価し、正確性を確保することが必要である。海

水中のけい酸イオンの定量には比色法が広く用いられて

おり、公定法や栄養塩観測指針にも採用されている一方、

他の原理を用いた測定法の例は少ない。本研究では第二、

第三の定量法を獲得するために、高い分離機能を有する

キャピラリー電気泳動法に着目し、海水中のけい酸イオ

ンの検出を試みた。 

 けい酸イオンは紫外可視領域に吸光を持たないので、

通常の吸光検出は難しい。そこで電気伝導度検出を行う

ために、装置流路内に非接触型電気伝導度検出器を導入

した。また、キャピラリー電気泳動法では、電気泳動と

並行して泳動液自身の流れである電気浸透流（EOF）
を利用して分離を行う。陰イオンであるけい酸イオンを

直接検出するために、EOF 反転剤を用いてキャピラリ

ー内壁表面を修飾し、EOF を陰極から陽極方向に反転

させた。 

 泳動液組成および EOF 反転剤の種類と導入方法を検

討した結果、水酸化カリウム、りん酸水素二カリウムお

よび臭化ヘキサデシルトリメチルアンモニウム（EOF
反転剤）の混合液を泳動液として同時導入すると、けい

酸イオンの負のピークが確認された。標準液を用いて検

量線を作成したところ、相関係数0.9994の直線性が得ら

れた。本法を海水に適用することで、海水中のけい酸イ

オンの新規定量法が獲得できる可能性が示唆された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］環境計測 
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［研 究 題 目］ひ素含有細菌内遺伝物質の生成機構の解

明 

［研究代表者］宮下 振一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］宮下 振一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、近年、遺伝物質としての有用性が示唆さ

れているひ酸含有核酸の細菌における生成機構を解明す

るために、細胞内のひ酸が核酸に取り込まれる過程をモ

ニタリングする手法の開発を目的とした。具体的には、

高速液体クロマトグラフ（HPLC）-誘導結合プラズマ

質量分析計（ICP-MS）を用いた高分子ひ素化合物と低

分子ひ素化合物の分離分析法の開発に取り組んだ。 

はじめに、検討用試料の調製を行った。低分子ひ素化

合物のマーカーとしては o-アミノフェニルひ酸を使用

した。高分子ひ素化合物のマーカーとしては、市販の

DNA ラダー及び合成したひ素脂質（ホスファチジルア

ルセノコリン）を使用した。次に、HPLC-ICP-MS 分

析条件の検討を行った。ICP-MS に連結する HPLC に

おいて、高分子マーカーと低分子マーカーを別々の保持

時間に溶出させるための最適な分離条件を検討した。分

離カラムはサイズ排除クロマトグラフィー用カラムを使

用し、移動相は中性の緩衝液を使った組成を検討した。

ICP-MS では、ひ素化合物はひ素を検出し、DNA ラダ

ー中の各 DNA は、化学構造内に存在するリン酸残基の

リンを検出した。 

HPLC 分離条件を検討した結果、カラムとして

YMC-Pack Diol-200（粒子径5 µm、細孔径20 nm、内

径4.6 mm×長さ300 mm）、移動相としてトリス酢酸

緩衝液（pH 7.5）を使用し、カラム温度を40℃、ポン

プ速度を0.2 ml/min に設定することにより、高分子マ

ーカーと低分子マーカーのピーク分離、ならびに低分子

マーカー同士の比較的きれいなピーク分離が可能となっ

た。このことから、本研究の目的である高分子ひ素化合

物と低分子ひ素化合物の分離分析法の確立が達成された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ひ素、核酸、分離分析、ゲル濾過 

 

［研 究 題 目］熱水性粘土鉱床における希土類資源ポテ

ンシャルの評価 
［研究代表者］実松 健造（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］実松 健造、昆 慶明、堀内 悠 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
本試験研究の目的は、火山岩が熱水変質する過程での

希土類（レアアース）の地球化学的挙動、及び粘土（主

にカオリン）が希土類資源としてのポテンシャルを持つ

かどうかを調べることである。 

重希土類のほとんどが中国南部のイオン吸着鉱と呼ば

れる風化花崗岩から採掘されており、希土類はこの鉱石

中のカオリンに吸着されて存在していると考えられる。

そこで、熱水性カオリン鉱床のカオリンに十分な量の希

土類が吸着していれば、副産物として回収可能であるか

もしれないと考えた。 

入来カオリン鉱山から採取した63個の粘土・岩石試料

について、全岩化学組成分析と、REE の抽出実験を行

った。また、同鉱山から採取したと2個の水試料につい

て化学分析を行った。 

 分析の結果、粘土・岩石試料の REY（REE+Y）含有

量は平均146ppm、中間値95ppm、最小20ppm、最大

1067ppm であった。明らかに含有量が高い1試料は酸性

水の pH を人工的に中和した時に沈殿した Fe 酸化水酸

化物であり、特に LREE に富んでいた。粘土・岩石試

料から0.5M 硫酸アンモニウム水溶液で REE を抽出し

た抽出液の REY 含有量は平均2.7ppm、中間値0.4ppm、

最小0.0ppm、最大33ppm であった。また、全岩 REY
含有量に対するイオン交換性 REY 濃度の割合は、平均

値3.1%、中間値0.35%、最小値0.0%、最大値40%であ

った。 

 本試験で分析した粘土試料は REY が低く、イオン交

換性 REY の割合も低く、イオン吸着鉱と比べると経済

的価値が低いのは明らかである。しかしながら、REY
が溶解している酸性水の pH を人工的に中和することに

よって多くの REY を沈殿させることができるというこ

とは、酸性水の中和過程で REY を回収できる可能性を

示唆している。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］希土類（レアアース）、イオン吸着鉱、

資源、カオリン、熱水変質、入来鉱山 

 

［研 究 題 目］増えずに生き続ける代謝戦略－地球炭素

循環の鍵をにぎる微生物新機能－ 

［研究代表者］堀 知行（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］堀 知行（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 鉄は第4位の地殻構成元素であり、地下深部に至るま

で結晶性の鉄鉱物として分布している。地圏の大部分を

占める嫌気環境において鉄還元反応は、酢酸をめぐりメ

タン生成と基質競合する。本研究では、分子系統解析か

ら存在は知られているものの実体の明らかでない「結晶

性酸化鉄を還元する微生物」を独自に着想した選択的二

段培養と次世代シークエンスにより網羅的に同定・分離

培養し、生理学的に特徴づけることを目的とした。結晶

性酸化鉄4種を電子受容体、酢酸を電子供与体として用

い、自然環境試料を接種源とする一段目培養を約150の

条件で開始した。酸化鉄の還元により生じる培養系の色

の変化を指標に継代し、2年以上にわたり培養を続けた

末、58の微生物集積系を取得した。これらの構成種を明

らかにすべく培養物から DNA を抽出し、16S rRNA 遺

伝子を標的とする PCR を行った。得られた遺伝子増幅

断片を次世代シークエンサーによる大規模塩基配列解読
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に供し、各集積系から約1万リードを系統学的に特徴づ

けた。その結果、Geobacter 属を含む Deltaproteobacteria
綱の新規細菌群が優占化した。次に38の高度集積系を対

象に、電子受容体を結晶性酸化鉄から溶解性の鉄に置き

換える二段目培養に供することで、優占微生物の増殖を

促し純粋菌株としての取得を試みた。限界希釈法とロー

ルチューブ法を駆使することで、分子系統樹上で新しい

分類群を形成する Geobacter 属細菌5種、Pelobacter 属

細菌1種の分離培養に成功した。得られた分離株は、そ

れぞれで結晶性酸化鉄の利用性が大きく異なり、それに

より自然環境中で棲み分けを行っていることが強く示唆

された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地球炭素循環、鉄還元微生物、代謝戦略 

 

［研 究 題 目］地下深部油田に隔絶されていた系統的に

新規な嫌気微生物群を共生培養法で集積

し生態学的解明を行う 

［研究代表者］持丸 華子（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］持丸 華子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 対象とした国内高温油田は地下1000m 前後の深部地

下油ガス田であり、その貯留層は数万～数百万年単位で

地表から隔絶された特殊な環境である。この油層水を対

象とした16S rRNA 遺伝子塩基配列を基にした系統解析

により存在する細菌のほとんどが、既存株との相同性が

90%前後で系統的に新規のものであることが明らかとな

った。これらの菌の分離を目的として培養を行った結果、

既存株と88%の相同性を持つ新規の細菌の分離培養に成

功した。性質決定のための培養実験を行っている。 

［分 野 名］地質  

［キーワード］油ガス田、嫌気性微生物、分離培養、同

定 

 

［研 究 題 目］全固体リチウム－空気電池の構造解析お

よびインピーダンス解析 

［研究代表者］北浦 弘和（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］北浦 弘和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

環境問題、エネルギー問題の深刻化から、高性能二次

電池の開発が精力的に行われている。正極を空気極、負

極を Li 極とするリチウム－空気電池は、リチウムイオ

ン二次電池と比べて10倍以上のエネルギー密度が期待で

きる。しかしながら Li 金属と有機電解液が併用された

場合、安全性の面で大きな問題となる。一方、不燃性の

無機固体電解質を用いた全固体電池は安全性の問題を根

本的に解決できる電池として研究されている。もし全固

体リチウム－空気電池を構築できれば、安全性と高エネ

ルギー密度を兼ね備えた二次電池となる。そこで本研究

では、全固体リチウム－空気電池を構築し、インピーダ

ンス解析および構造解析を行い性能の律速となっている

原因を特定することを研究目的とした。 

インピーダンス解析、および電子顕微鏡観察から、高

電位への充電時に空気極の劣化が生じ、電池の抵抗が上

昇していることがわかった。また、各種分光法による解

析から、全固体リチウム－空気電池の反応メカニズムに

関する様々な知見を得ることができた。その結果、空気

中の二酸化炭素や水分が反応に大きく影響し、炭酸リチ

ウムなどの副生成物を生じさせ、電池性能の劣化に繋が

っていることもわかった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］全固体電池、リチウム－空気電池、セラ

ミックス 

 

［研 究 題 目］デザイン性と作業性を両立した対向3指

を備えた作業用電動義手の開発 

［研究代表者］吉川 雅博（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉川 雅博（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は作業性、操作性、装着性などの機能性とデザ

イン性に優れた軽量・低コストの電動義手を開発し、切

断者に新たな作業用義手の選択肢を提案することを目的

としている。開発する義手は人間同様の5指が必要とい

う発想を転換し、対向配置の3指をリニアアクチュエー

タで制御する機構とすることで、低コスト・軽量化を図

るとともに、優れた作業性を実現する。また、安価な距

離センサを用いることで、筋電センサ同様の直感的な操

作性を低コストで実現する。切断端とのインタフェース

となるソケットは、普段は装飾義手を使用している場合

でも、自宅や職場における作業用として使い分けられる

ように、容易に着脱可能とした。そして、愛着を持って

使えるように、道具として洗練された外観を備える。本

年度は上記コンセプトに基づいて、3D プリンタを活用

して義手の試作を行った。前腕切断者によるユーザ評価

の結果、手の基本6動作を反映したオブジェクトの操作

が可能となるなど良好な結果を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電動義手、3D プリンタ、前腕切断者 

 

［研 究 題 目］波浪卓越型デルタの堆積システムとその

構造に関する研究：インド、ゴダバリデ

ルタ 

［研究代表者］齋藤 文紀（地質情報研究部門） 

［研究担当者］齋藤 文紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

インド東部海岸のゴダバリデルタについて、アンドラ

大学のナゲシュワラ・ラオ教授と共同で、波浪卓越型デ

ルタの堆積相に関する研究を、アンドラ大学が採取した

ボーリングコアを用いて行った。ゴダバリデルタは世界

でも有数の波浪卓越型デルタであり、デルタ平野には明
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瞭な浜堤列が発達している。これらの浜堤平野から採取

したボーリングコアの堆積相解析と放射性炭素年代測定

を行った結果、以下の事柄が23年度からの研究で明らか

となっている。デルタフロントに相当する砂質な堆積物

は約10m の層厚を有し、上部の砂礫質の堆積物と下部

の細粒から極細粒砂の堆積物に分かれる。下部の堆積物

は葉理の発達する粗粒シルトからなる堆積物に漸移し、

更に泥層との互層を経て、泥層に変化し、全体としては

上方粗粒化、上方厚層化のサクセッションからなる。堆

積速度分布を見ると、シルト層との砂泥互層から上位は

一様に堆積速度が大きく、下部の均質また生物擾乱の発

達した泥層は堆積速度が小さく、両者は大きく異なる。

従来砂泥互層の層相はプロデルタと解釈されてきたが、

層相の連続性や堆積速度を考えると、デルタフロントの

一部と解釈するのが妥当である。これらの成果を国際学

術誌に23年度末に投稿し、24年度は修正原稿を作成し、

受理され、出版に至った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］インド、ゴダバリデルタ、デルタ、環境

変動、完新世 

 

［研 究 題 目］還元触媒によるグアイアコールおよび木

質系タールの脱酸素反応 

［研究代表者］望月 剛久 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］望月 剛久（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 一般社団法人触媒学会の平成24年度若手研究者の海外

渡航費用助成により、第 7回世界環境触媒会議

（ICEC2012）において、一般口頭発表を行った。下記

に発表概要を示す。 

バイオマスの急速熱分解により得られる黒色液状のタ

ール（バイオオイル）からの高品位輸送用燃料の製造を

目的として、ガソリンの高オクタン価基材となる芳香族

炭化水素の生成に高い活性・選択性を示す触媒の探索を

行った。バイオオイルのモデル化合物として、グアイア

コールおよび木質系タールを使用し、種々の触媒を検討

したところ、還元コバルト／シリカ触媒が既存の硫化物

触媒に比べ、グアイアコールおよび木質系タールの脱酸

素反応に高い活性を示し、更に高い芳香族選択性を示す

ことを見出した。これは、還元コバルト/シリカ触媒が

主にフェノールからベンゼンを生成する直接脱酸素反応

に高い活性を示すためと推察された。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］脱酸素、バイオオイル、芳香族炭化水素、

還元コバルト触媒 

 

［研 究 題 目］東日本大震災による海洋生態系への影響

調査に関わる情報共有ネットワーク 

（Marine Ecosystem Assessment 

 Network in Tohoku: MEANT）構築の 

推進事業 

［研究代表者］山田 奈海葉（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山田 奈海葉、鈴村 昌弘、前田 高尚、

鶴島 修夫、高村 和子 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年3月11日に発生した東日本大震災では、沿岸生

態系を支える藻場や干潟の津波による物理的破壊はもと

より、沿岸工業地帯等から流出した化学物質による汚染、

陸上の人間生活圏の大規模な改編（産業・農業活動、下

水道などのインフラシステム）に伴う物質流入の変化、

あるいは福島第1原発事故に伴う放射能汚染など、海洋

生態系に著しい影響を及ぼした。「研究者間の情報流通」

「研究活動から得られる生態系に関する情報を分かりや

すくまとめ、国民や政策決定者に伝達する広報・アウト

リーチ活動」は復興にとって本質的に重要な点である。

また「規模・内容において多種多様で膨大な調査デー

タ・情報の一元管理や配信などソフトの面からの体制構

築」「調査結果に加えて調査計画情報も取り入れること

による調査の効率化」も強く求められている。本事業で

は、関連する調査研究に携わる機関・組織・プロジェク

ト間の意思疎通を諮り、情報ネットワークを構築するた

めの課題を検討する場を設けたほか、メールベースでの

議論を行った。また、特設サイトを開設し、関係機関・

組織・プロジェクトをリンクしたポータルサイトを立ち

上げた。さらに、専門家や市民に対するアンケートなど

を通じ、海洋研究のアウトリーチ活動のあり方について

も検証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］東日本大震災、海洋生態系、情報共有 

 

［研 究 題 目］ハロモナス菌による木材から3－ヒドロ

キシ酪酸等の生産技術開発に関する研究 

［研究代表者］河田 悦和（健康工学研究部門） 

［研究担当者］上垣 浩一、川崎 一則、河田 悦和   

（常勤職員3名、他3名）  

［研 究 内 容］ 

 木材等を原料としたバイオエタノール生産の研究にお

いては、副生する C5糖の利活用が課題である。一方、

日本の石油消費の21%を占める化成品も、再生可能資源

への原料転換が求められている。我々は、木材利用に好

適な独自のハロモナス菌 KM-1株を発見した。本菌は、

高アルカリ高塩濃度環境で生育するため、培養液を殺菌

する必要がなく、C6糖のみならず、利用が難しい C5糖

も利用し、菌体内にバイオプラスチックを蓄積した後、

そのモノマーの3-ヒドロキシ酪酸（3-HB）を分泌する。

そこで我々は、C5糖を含む木材糖化液等を利用して、

ストレス抑制に関連する生理機能を持ち、化成品原料と

して有望な D 体の3-ヒドロキシ酪酸等を分泌生産する
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基礎技術の確立を目的に研究を実施する。 

 本年度は、主にバッチ培養により、3-HB の生産性、

メカニズム等について検討した。木材に含まれるキシロ

ースなど C5糖の利用を詳細に確認したところ、ハロモ

ナス菌は、これらを利用できるのみならず、C6糖によ

る代謝抑制も認められなかった。さらに、実際のスギ木

材糖化液で培養、3-HB の生産が可能であったので、論

文にて報告した。さらに、3-HB の生産性については、

総培養時間72時間で37g/L を達成した。ポリマーの蓄積

量は70g/L を達成していることから、菌体密度などに注

視して研究を進めれば、最終的な目標値3-HB の分泌量

10 g/L、生産速度1.0g/L を達成可能と推察している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］バイオプラスチック、ヒドロキシ酪酸、

バイオマス、微生物、ハロモナス 

 

［研 究 題 目］マグマの脱ガス及び結晶化の定量評価に

基づく噴火過程解析 

［研究代表者］篠原 宏志（地質情報研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志、Nicolas VINET 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 火山灰の水溶性付着生成分および火山灰の大きさ、形

状および火山噴火推移との相関を評価することにより、

噴火発生過程や推移機構を明らかにする事を目的とする。 

 桜島および2011年の新燃岳の火山灰試料の水溶性付着

生成分の分析法の検討を行い、得られた分析法に基づき

付着生成分組成・濃度の測定を実施するとともに、カム

サイザーを用い火山灰の大きさと形状の測定を実施した。

火山灰水溶性付着性成分の陰イオンの主成分は Cl、SO4、

F、陽イオン主成分は Na、Ca であり、それぞれ Na-Cl、
Ca-SO4濃度の間に正の相関があるため、主に NaCl、
CaSO4として火山灰表面に付着していると推定される。

また、主成分である SO4、Cl、F および Cl/SO4には一

般的に正の相関が得られ、その中でも桜島火山灰の水溶

性付着成分の SO4、Cl、F、Cl/SO4、S/F、Mg/Na 比に

は、噴火の頻度・強度や様式の変化に伴う長期的および

短期的な変動が見いだされた。これらの変化は、火口内

での火山灰の破砕過程や火山ガスと火道上部マグマおよ

び生成した火山灰との混合集積を反映しており、マグ

マ・火山灰と火山ガスの混合滞留時間に依存すると推定

された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、火山ガス、噴煙、活動推移 

 

［研 究 題 目］セシウム吸着能を強化したバリヤ材とし

てのベントナイト製品の開発 

［研究代表者］高木 哲一（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］高木 哲一、堀内 悠、昆 慶明、 

申 基澈（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、青森県による民間企業助成事業の再委託と

して実施したもので、青森県黒石地域に分布するベント

ナイト鉱床の賦存状況調査および各種性能の分析の一部

を担当した。その結果、同鉱床の一部にバリヤ材に適し

た性能を持つベントナイトが賦存することが明らかにな

った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ベントナイト、青森県、バリヤ材 

 

［研 究 題 目］東北地方におけるベントナイト資源の賦

存状況に関する研究 

［研究代表者］高木 哲一（地圏資源環境部門） 

［研究担当者］高木 哲一、堀内 悠、昆 慶明 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 東北地方のうち、特に福島県内に分布するベントナイ

ト資源について、文献調査および現地調査を実施した。

福島県内には、昭和20年以前に採掘されていたベントナ

イト鉱床が会津地域を中心に数ヵ所存在することが明ら

かになった。そこで、それらについて現地調査および X
線回折分析を実施した結果、現在は畑地や荒地となって

おり鉱床の詳細は不明であるものの、ベントナイトの分

布が確認された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ベントナイト、福島県、東北地方 

 

［研 究 題 目］炭素繊維及び粘土鉱物を用いた建築用コ

ンポジット膜の創製 

［研究代表者］石井 亮（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］石井 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究は、耐火構造物用膜材料に資する炭素繊維と粘

土鉱物からなるコンポジット膜の創製に関するものであ

る。炭素繊維は、高強度部材として建築材料や土木材料

として使用されているが、その耐熱性は高くなかった。

本研究では、複合化に資する炭素繊維と粘土鉱物の間の

親和性の向上及び耐熱性バインダー開発の課題について

取り組み、炭素繊維の耐熱性を向上させることを目的と

する。 
研究計画： 
 平成24年度は、炭素繊維と耐熱性フッ素雲母からなる

コンポジット膜材料の創製のため、各種無機バインダー

を用いた複合化方法の検討を行った。 
研究進捗状況： 
無機バインダーとして、アルミナゾル、リン酸アルミ

ニウム、アミノポリシロキサン、スメクタイト系粘土鉱

物を検討した。検討した四種類のバインダーにより加熱
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前の状態で自立膜が形成できるのは、アルミナゾル及び

スメクタイト系粘土鉱物であった。その二つについて柔

軟性を比較すると、アルミナゾルは柔軟性がなかったの

に対して、スメクタイト系粘土鉱物は柔軟性を持ってい

た。加熱後については、検討した四種類のバインダーの

中で柔軟性を有するものはなかった。加熱後の減量率を

評価可能なバインダーは、アルミナゾルとスメクタイト

系粘土鉱物であった。その二つについて比較すると、ア

ルミナゾルは、その減量率は高く炭素繊維の熱損傷を抑

制できなかったのに対して、スメクタイト系粘土鉱物は、

その減量率は低く、目視で炭素繊維を確認できたことか

ら熱損傷を抑制できたとみられる。 
まとめると、今回検討を行ったバインダー四種では、

炭素繊維とフッ素雲母のコンポジット膜を形成するため

のバインダーとしては不十分であった。原因として、ア

ルミナやリン酸アルミニウムについては、①高温条件下

で硬化する性質があること、また、②フッ素雲母を高配

合した膜を得ることができないことが挙げられる。これ

らの検討から考えられる最適なバインダーとしては、①

フッ素雲母を高濃度に配合可能なものであり、かつ、②

高温条件下でも硬化しないもの、と考えられる。 
フッ素雲母を高濃度に複合化できない点は、フッ素雲

母がバインダーと結合可能な官能基をほとんど有してい

ないということに起因している。そのため、バインダー

の候補としては、少量で強力な膜形成能力を有する材料

が求められる。例えば、高分子量を有する繊維状物質が

候補に挙げられる。また、高温条件下で硬化しない点に

ついては、シリカやアルミナ、リン酸アルミニウム等酸

化物は、高温で硬化してしまう傾向があるため、酸化物

ではない材料についての検討が必要と考えられる。以上

のことから、例えば、ホウ素系高分子は、炭素繊維とフ

ッ素雲母コンポジット膜用のバインダーとしての候補の

ひとつであり、今後の検討としたい。 
［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］炭素繊維、粘土鉱物、耐火構造 

 

［研 究 題 目］東アジアにおけるバイオ燃料の指標およ

び小規模・大規模バイオマス事業の持

続性評価に関する研究 

［研究代表者］匂坂 正幸（安全科学研究部門） 

［研究担当者］匂坂 正幸、工藤 祐揮、定道 有頂 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 バイオマスエネルギーはその利活用により、エネルギ

ー源の多様化や温暖化対策、また農村開発などの便益が

得られると考えられており、世界各国で利用促進が検討

されている。しかしその一方でバイオマスエネルギーの

GHG 削減効果や、バイオマス資源生産の拡大に伴う食

料との競合や森林破壊等の環境問題への懸念が顕在化し

ており、バイオマスエネルギーの持続可能性が国際的に

着目されている。東アジア経済統合推進を目的として、

地域の課題分析、政策立案および提言を行う国際的な研

究機関である東アジア・ASEAN 経済研究センターでは、

東アジア地域における持続可能なバイオマス利活用に関

するプロジェクトを実施している。この国際プロジェク

トは平成20年に開始され、現在は産総研安全科学研究部

門を中心とした東アジア6カ国・10人の研究者から構成

される研究チームで実施している。 

 平成24-25年には、平成20年以降に行ってきたプロジ

ェクトの総括をすべく、トリプルボトムライン（環境・

経済・社会の3側面）で評価する指標（環境側面：ライ

フサイクル温室効果ガス排出量、経済側面：総付加価値、

社会側面：雇用創出と近代的エネルギーへのアクセス）

を用いて、東アジア地域におけるバイオマス持続可能性

を評価するための手法をガイドラインとして取りまとめ

る。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］バイオマスエネルギー、東アジア、持続

可能性、トリプルボトムライン、評価指

標・手法 

 

［研 究 題 目］事業者の自主的リスク評価・管理を支援

する環境リスク評価ツールの開発 
［研究代表者］林 彬勒（安全科学研究部門） 
［研究担当者］林 彬勒、内藤 航、加茂 将史、 

平田 絵里子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 化学物質の生態リスク評価には、高度な専門知識と、

情報の収集・解析における膨大な時間と労力が要求され

る。さらに、リスク評価手法は近年急速に発展しており、

既存の個体レベルでの影響から、より生態学的に関連の

深い、種の感受性分布（SSD）や個体群影響を評価す

るよう変わりつつあるため、非専門家にはますます敷居

が高いものとなっている。このような現状を打破するに

は、専門家による簡易リスク評価管理ツールの開発・提

供が望まれるが、国内外においてこうしたツールはまだ

開発されていない。 
 本研究では、すべての科学的なリスク評価手法と評価

に必要とされる化学物質の有害性データを搭載したユー

ザーフレンドリーな「汎用生態リスク評価管理ツール

（AIST-MeRAM）」を開発し、特に事業者の自主的リス

ク評価管理に寄与することを目標としている。23年度ま

でに、すべての評価手法とデータを搭載した初期的なプ

ロトタイプツールの改善と機能実装のほか、化審法の一

次リスク評価仕様に対応可能な評価機能を追加した

「0.9版ツール」（マニュアル含む）を開発した。24年度

では、「0.9版ツール」に、①化審法スクリーニング評価、

②リスク管理に利用可能な評価結果の提示、③各国機関

の有害性テクニカルガイダンスに基づく搭載データの適

合状況確認＆信頼性確保、④化審法で信頼性ありとされ
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る欧州産業界のデータの収集・加工と実装、⑤各界ニー

ズヒアリングから「一括評価」＆「初期評価」の追加、

といった機能の改善と追加を加えたスタンドアロン版

(「0.9+α」)を作成した。本ソフトは、2013年6月末に

AIST-MeRAM 0.9x（Windows 版）としてのリリース

をめざしている。なお、本研究成果は2013年2月26日の

化学工業日報に紹介された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］生態リスク、リスク評価、ユーザーフレ

ンドリー、種の感受性分布、個体群存

続、リスク管理 
 

［研 究 題 目］爆発影響低減化の技術基準の作成に関す

る研究 

［研究代表者］中山 良男（安全科学研究部門） 
［研究担当者］中山 良男、若林 邦彦、松村 知治、

和田 有司、久保田 士郎、椎名 拡海、

角舘 洋三、松永 猛裕、岡田 賢、 
秋吉 美也子、薄葉 州、匂坂 正幸 

（常勤職員12名、他3名） 
［研 究 内 容］ 
目標： 
 火薬庫の周囲に設置される土堤の防護性能を評価する

ために、野外での実証実験を行い、技術資料を収集する。 

研究計画：1/10スケール（C-4爆薬40kg）の地上式一級

火薬庫モデルの爆発実験を全5ショット行う。土堤の高

さは400mm（現行基準）に統一し、基準土堤のほか、

垂直土堤、補強土を用いた垂直土堤、火薬庫から土堤ま

での距離を2倍にした垂直土堤の防護性能を検討する。

また、両側45度勾配の土堤でその高さを火薬庫高さの1

倍、1.5倍、2倍に変えて3水準で実験し、増し高効果を

検討する。 

研究進捗状況： 
 爆風や地盤振動に対する垂直土堤の防護性能は、現行

基準の土堤とほぼ変わらないこと、これは火薬庫から垂

直土堤までの距離を長くした場合も同様であることが確

認された。また、土堤を高くすると爆風の到達は遅くな

るが、ピーク静水過圧やインパルス、そして地盤振動に

は影響を与えないことなどが確認された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高エネルギー物質等、爆発影響、土堤、

爆風圧、地盤振動 

 

［研 究 題 目］足入れの良い健康革靴プロジェクト 

［研究代表者］持丸 正明（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］持丸 正明、森田 孝男、小林 吉之、 

河内 まき子、元田 真吾 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高付加価値の日本製革靴について「Made in Japan
革靴」ブランドを確立し、新興アジア圏で「履き心地が

よく、歩きやすく、美しく、靴に起因する足のトラブル

がない革靴」としての認知を得るために、科学的根拠に

立脚し、パフォーマンスの高い革靴を開発するための基

盤設計技術を研究する。美しさや機能性、コスト性を考

慮できる自由度を許容しつつも、履き心地がよく、歩き

やすく、美しく、靴に起因する足のトラブルがない革靴

のための靴型設計ガイドラインを、科学的根拠に基づい

て策定することを最終目標とする。平成24年度事業では、

平成23年度に実施した靴型のボール部設計要件の多人数

・長時間実験による検証と、新たに靴型アーチ部、踵部

設計要件に関する基礎実験を行った。具体的には、(1)

ボール部を修正した靴型に基づく試作靴を店舗を模擬し

た実験環境での100名以上の試履試験、(2)同試作靴で

1.5km 以上の長時間歩行試験、(3)アーチ部、踵部形状

を修正した靴型に基づく試作靴での10名規模での試履試

験と物理計測、(4)部品の製造ばらつきを考慮した試作

靴での10名規模での試履試験と物理計測を実施した。こ

の結果、100名のうち60%以上の被験者が、足のボール

線角度に一致するように靴型のボール線角度を修正した

靴型に基づく試作靴を選択した。また、長時間の試履に

よって、ボール部線角度を修正した靴型に基づく試作靴

を選択する者が増えることが確認できた。なお、部品の

製造ばらつきの影響はほとんど認識できない程度である

ことが明らかになった。アーチ部、踵部の修正は、婦人

靴と紳士靴で結果が異なっており、ヒールの高い婦人靴

ではアーチ部と踵部を修正することで接触面積が増え、

靴内での足の前すべりが押さえられることが確認できた。

これらの靴型の設計方法と効果を靴型設計ガイドライン

として取りまとめるとともに、この靴型設計ガイドライ

ンを中核として革靴製造、販売までの一貫したプロセス

全体の品質管理ガイドラインについて業界団体と議論を

進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、人間工学、バイオ

メカニクス 

 

［研 究 題 目］人間の意図理解と行動予測のための一人

称ビジョンセンシングの研究 

［研究代表者］山崎 俊太郎（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］山崎 俊太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 日常生活環境において人間と共生する情報システムで

は、情報機器が自律的に人間の行動や意図を理解し、そ

れに基づいて人間への指示や情報提供を自律的に行う技

術が求められる。本研究では、このような能動的インタ

ラクションを実現するための視覚情報処理技術として、

一人称ビジョンシステムを提案する。本システムでは2
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組のカメラを利用者の頭部に装着し、外向きカメラで第

一人称視点映像を、内向きカメラで眼球運動を計測し、

視点や視線の変化から人間の行動を理解と予測を行う。

環境設置型のカメラで人間を観測する従来法と異なり、

利用者の視覚情報を直接計測することによって、利用者

に見えているものと見えていないものを識別し、人間の

内部モデルをもちいた意図の理解や行動予測を行うほか、

必要十分な情報を適切なタイミングで提供することので

きる、人間調和型の情報支援システムを研究する。 

 平成24年度は、日常生活空間における人間の行動追跡

のための基盤技術を研究した。一人称視点の時系列画像

から環境の3次元地図を復元し、各時刻における自己位

置や姿勢を推定する技術を開発した。地図の作成には

Structure from Motion 法と Multi-view Stereo 法を用

い、事前に計測した画像集合の特徴点解析によって3次

元空間の特徴点集合を復元した。 

 本研究は平成25年度以降も引き続き実施予定であり、

今後はビジョンアルゴリズムを用いた作業物体と作業内

容の自動認識技術の開発、移動ロボットを用いた生活空

間におけるサービス提供への応用を計画している。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、一人称ビジョン 

 

［研 究 題 目］東アジアにおけるバイオ燃料の指標およ

びバイオマス利活用の影響評価に関する

研究 

［研究代表者］後藤 新一 
（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］後藤 新一、小熊 光晴、葭村 雄二 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 平成19年度に ERIA（東アジア・アセアン経済研究セ

ンター）Energy Project の一つとしてワーキンググル

ープ“Benchmarking of Biodiesel Fuel Standardization 
in East Asia”を立ち上げ、良質なバイオディーゼル燃料

の流通を目指した各国の標準化支援と基準調和活動を行

っている。平成24年度も事業のワーキンググループ運営

を継続した。各国で対応可能な分析ラボのリストアップ

作業を完了し、6カ国のラボによる同一バイオディーゼ

ル燃料サンプルの分析比較試験を実施した。その結果、

各国で採用されている分析方法をそれぞれ用いても、分

析結果に大きな差異は見られないことを確認した。平成

20年に発行した「EAS-ERIA Biodiesel Fuel Standard: 
2008」を引用し、タイ、フィリピン、インドネシア、マ

レーシア、ベトナムおよび日本が自国のバイオディーゼ

ル燃料品質規格の見直しを行った（一部見直し検討中）。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］東アジア、アセアン、ERIA、バイオデ

ィーゼル燃料、BDF、FAME、脂肪酸

メチルエステル、酸価安定性、ハンドブ

ック 
 

［研 究 題 目］DNA 伸長合成反応のリアルタイム1分子

検出による高速 DNA1分子シーケンス技

術の研究開発   

［研究代表者］平野 研（健康工学研究部門） 

［研究担当者］平野 研（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本申請研究では、DNA ポリメラーゼが伸長合成反応

時に取り込む蛍光標識された塩基をその順番でリアルタ

イムに識別し、DNA1分子から超高速に DNA シーケン

スを行う手法を確立し、将来的に装置実用化を行うため

の布石を構築することを目標としている。 

 システム全体を完全に超高感度検出・リアルタイム同

期検出が可能な4種類の蛍光色素1分子をリアルタイムに

同時に検出できる全反射顕微鏡の構築を達成した。また、

リンカー長・化学構造の選定では現在特許出願検討中の

構造にすることで、1.5倍程度の取込み活性向上を達成

でき、DNA ポリメラーゼの選定では1分子シーケンス

手法に有用である新たな酵素を探索することに成功し最

適な酵素を選定することができた。さらに、至適温度制

御機構の追加により当初計画の1分子シーケンス速度

（単塩検出速度）を達成するに至った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ゲノム解析、DNA シーケンス、1分子

計測、DNA ポリメラーゼ、テーラーメ

ード医療、遺伝子 

 

［研 究 題 目］自己組織化マイクロリンクルを利用した

微小体積液体のマニピュレーション 

［研究代表者］大園 拓哉（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大園 拓哉、物部 浩達 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

シリコンゴム表面に密着する比較的硬い薄膜表面は側

方応力下において固有な空間波長（200nm-20um）を有

するマイクロリンクル（シワ）が自発的に発生する。こ

の微小スケールでのメカニカルな不安定性により形成し

た自発的凹凸構造は、パターンの鋳型、マイクロ流路、

細胞の制御培養、光学材料などの幅広い応用が考えられ

る。本研究の目的は、マイクロリンクルの溝を大気開放

型毛細管として利用することでの微小量の液体のパター

ン化や操作である。マイクロリンクルの微細形状は外部

からの応力刺激に対して、可逆的に応答し、その溝の深

さや、方向が制御できることが分かっている。 

柔らかい弾性体基板上に高分子材料で硬い層を形成さ

せ、応力下でマイクロリンクルを発生させた。さらに、

外部応力によって凹凸構造を変形させることで、表面に

載せた様々な液体に対して毛細管力を発生させ、液体が

溝に浸透していく現象をみつけ、さらにその液体形状を
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変形させる技術を確立した。さらにその液体パターンを

鋳型に金属ナノリボンを作製する技術や、液体が液晶の

場合に現れる新規液晶欠陥構造も見出した。今後の研究

推進により、省エネ型パターニング方法や、化学センサ

ーや微小反応場として応用可能な液体操作技術として利

用が見込まれる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マイクロリンクル、毛細管、ナノリボン 

 

［研 究 題 目］微弱電磁波による異常状態判定システム

の開発と応用 

［研究代表者］鍛冶 良作（知能システム研究部門） 

［研究担当者］鍛冶 良作（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、老年施設での介護支援を目的として、夜

間の高齢者の異常状態検出技術を開発することを目指し

ている。寝室や洗面所等での異常状態を検出するには、

カメラを用いるとプライバシーの侵害に該当することが

問題となるため、個人情報を取得せずに人の状態を記

録・判別する技術が必要である。本研究では、RFID タ

グが出す微弱電磁波の強度変化を利用して人の状態を記

録・判別する技術を開発することを目標とする。 

 4年計画の4年目の最終の2ヶ月である平成24年度は、

転倒・徘徊状態分析を WEB 入力から行えるインタフェ

ースの作成を実施した。具体的な実施内容は以下の通り

である。 

・携帯端末の画面から分析したい時間、センサを指定で

きるようにした。 

・時間の指定はタッチパネル上に出た電卓形式のボタン

で入力する方式を採用した。 

・センサの指定はタッチパネル上に出たセンサ番号の入

ったボタンで入力する方式を採用した。 

・入力ボタンの横には分析データ描画のペインを設け、

リアルタイムの電界強度データ、動きのデータ、動き

の大きさの統計データを表示するようにした。 

・成果を学会1件、講演2件、展示会2件で発表し、企業

や地方自治体から合わせて28件の相談を受けた。うち

2件の企業と共同研究に発展し、2件の企業と NDA を

締結、共同研究を模索している。 

・特許が登録になった。 

 上記のように当初の目標である、RFID タグシステム

を利用した夜間の高齢者の異常状態を記録・判別する技

術の開発を行うことができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］RFID タグシステム、動体検知、状態検

知、介護、防犯、環境電磁場 

 

［研 究 題 目］酸化物交流電界発光原理の探求と素子開

発 

［研究代表者］高島 浩（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］高島 浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ぺロブスカイト型酸化物（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を発

光層とした二重絶縁構造をもつ EL 素子において低電圧

駆動による赤色発光を確認した。（Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr
を発光層とした非絶縁構造の EL 素子を作製し電気的・

光学的評価を行った。この単純構造の EL 素子作製・評

価を通じて EL 素子作製の簡略化を図り、さらに発光の

素過程を調査することを目的とした。パルスレーザー堆

積法（PLD）によって SrTiO3:Nb（001）単結晶基板上

に発光層 （Ca0.6Sr0.4）TiO3:Pr を成膜し大気中1000℃

で5時間の熱処理を行い、上部電極として SnO2:Sb
（ATO）を成膜した。素子に周波数1kHz の正弦波交流

電圧を印加し、7V の時、目視で発光を確認した。7V 印

加時の発光スペクトルで、波長610nm に中心を持つ鋭

いピークが得られ、純度の高い赤色であることを確認し

た。この発光は Pr3+イオンの1D2から3H4のエネルギー遷

移である。さらに透明電極パッド全体が発光し、面発光

を確認した。高輝度を実現するため、複数の発光層と絶

縁層を有する多層発光層 EL 素子を作製し電圧を印加し

たところ、電圧50V で輝度10cd/m2を得ることに成功し

た。複数の界面が発光し、透明な複数の膜を光が透過し、

透明電極を介して発光が得られた結果である。結論とし

て、透明なぺロブスカイト型酸化物薄膜 EL 素子で

100V 以下の低電圧で発光が得られ、駆動電源のコンパ

クトな発光システムが実用化される基盤技術の構築に成

功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ぺロブスカイト型酸化物、電界発光、発

光中心、二重絶縁構造 

 

［研 究 題 目］ピコリットル微小液滴反応場を利用した

低分子系有機薄膜デバイスプロセスの

開発 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、山田 寿一、峯廻 洋美、

野田 祐樹、松岡 顕、加藤 綾乃 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、異質な微小液滴どうしを組み合わせて液体

中に反応場を構築することにより、従来問題となってき

た材料の凝集化を回避し、均質性に優れた低分子系有機

半導体薄膜を得る新しい液体プロセスの開発を行う。最

終年度である本年度は、前年度までに開発に成功した、

単一成分有機半導体薄膜を製造するための独自技術であ

るダブルショット・インクジェット印刷法について、さ

らなる高度化と実用化に向けた研究開発を実施し、本プ

ロジェクトの最終目標達成に向けた総合的な研究展開を

推進した。基板としてプラスチックを用いる研究におい



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(665) 

ては、溶解性ポリマーのスピンコート法によるゲート絶

縁膜形成に的を絞り、UV 光照射による親水／疎水表面

改質について集中的な検討を実施した。この手法を活用

することにより、簡易なデバイス製造に適したソース・

ドレイン電極の構築法の開発に成功するとともに、その

最適化について検討を行った。さらにダブルショット・

インクジェット印刷法によって良質な有機半導体薄膜を

形成するための印刷条件を明らかにするため、2種のミ

クロ液滴が混合する動的機構を高速度カメラによって顕

微鏡観察し、その動画解析を行った。特にこれらの実験

を多種の液体の組合せに対して行うことにより、ミクロ

液滴の混合過程の類型化と2液の特性相関を明らかにし

た。これら検討に関連し、装置ブース内の気温・湿度・

基板温度・ヘッド温度等の印刷環境が、膜質の均質性に

与える影響について詳しい知見を得ることに成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］プリンテッドエレクトロニクス、アクテ

ィブ・バックプレーン、薄膜トランジ

スタ、インクジェット法、有機半導体、

有機エレクトロニクス 
 

［研 究 題 目］レーザフラッシュ法による固体材料のイ

ンヒレントな熱拡散率測定方法の確立お

よび国際的ガイドラインの提案 

［研究代表者］阿子島 めぐみ（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿子島 めぐみ、阿部 陽香 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 熱対策・熱利用の観点から、固体材料の熱拡散率・熱

伝導率に対し、より信頼性の高い値が求められている。 

現状の熱物性値の実用測定装置や測定規格は、経験的で

プロシージャルな内容であり、そのニーズには対応して

いない。本研究では、日本（産総研）とフランス計量標

準研究所（Laboratoire national de metrologieetdoratoir，
LNE）の共同研究により、レーザフラッシュ法（以下、

LF 法）を用いてインヒレントな熱拡散率・熱伝導率を

絶対測定する技術を確立することが目的である。本プロ

ジェクトの研究期間は、平成20年1月1日から平成24年12

月31日までで、最終年度である今年度は、本研究の成果

として確立することに成功した熱拡散率の測定手順や不

確かさ評価方法について、ガイドライン案としての文書

案の作成を行った。この文書は、同分野の計量標準コミ

ュニティへ提案する予定で、関係者との相談を行った。

また、この手順の有効性を充分に活用できる実用測定装

置の要素技術開発を進めた。LF 法による熱拡散率測定

のための標準物質に関する研究として、熱拡散率の異方

性が大きい高配向性黒鉛の熱拡散率の精密測定を試み、

材料固有かつ1×10-3m2/s 台の高い熱拡散率を測定する

ことに成功した。また、この材料を活用して、測定装置

の適用範囲の検定方法を開発した。さらに、熱拡散率に

加え、熱伝導率を算出する際に必要になる比熱容量の測

定技術の高度化を進めた。LF 法の応用的な用途である

多層試料の熱拡散率測定について、昨年度製作した遮熱

コーティングを模擬した金属基板とセラミックス層の層

状試料の熱拡散率測定を実施し、検討を行った。本研究

で得られた成果は、実用測定の現場に活用できるよう今

後普及に努めたい考えである。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱拡散率、材料評価、標準化 

 

［研 究 題 目］ヒト型糖鎖を均一に有する組換え糖タン

パク質を高効率に生産する代替宿主とし

ての酵母株の開発   

［研究代表者］安部 博子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安部 博子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 高価なバイオ医薬の原料となる糖タンパク質を安全か

つ安価に提供するだけでなく、低抗原化と薬効の向上を

目指して、生体内と同じ糖鎖もしくは高機能化できる糖

鎖構造を均一に持った糖タンパク質を高効率に生産する

出芽酵母株を開発する。 

 これまでに Man5GlcNAc2（M5）糖鎖を生産する酵

母 YFY20株に O-マンノース転移酵素をコードする遺伝

子ファミリーの1つである PMT1遺伝子の破壊を加えた

YFY21株、同株の増殖能の低下を不均衡変異導入法を

適用することによって、その増殖能を回復させた

YFY22株を開発している。本株では O-結合型糖鎖が約

50%程度に減少することから本株を親株としてタンパク

質の分泌生産能を向上させた株の開発を試みた。その目

的に従って、出芽酵母のプロテアーゼをコードする

pep4遺伝子の破壊株および pep4prb1 2重遺伝子破壊株

の開発に成功した。また、これまでに強い活性を見出す

ことができなかった、β（1,4）－ガラクトース転移酵

素、β（2,3）－シアル酸転移酵素をヒトや線虫等から

クローニングし、出芽酵母細胞壁固定化後の糖転移活性

を調べた。その結果、ヒト由来β（1,4）－ガラクトー

ス転移酵素およびヒト由来β（2,3）－シアル酸転移酵

素の膜貫通領域を除去した部分と、出芽酵母細胞壁タン

パク質 Pir1との融合遺伝子は細胞壁に固定化されつつ

高い活性を維持できていることを明らかにした。また、

GnTII 遺伝子はこれまでにヒトおよびシロイヌナズナ

からクローニングされたが、いずれも酵母内での活性が

確認できなかった。そこで、ラットの GnTII の膜貫通

領域を除去した領域を出芽酵母のコドンに合わせ全合成

し、ゴルジ体上で機能できるように、出芽酵母の

MNN2遺伝子のゴルジ体局在に機能する部分との融合

遺伝子を構築し、その GlcNAc の転移活性の測定を行

った。その結果、アクセプター糖鎖の殆どに GlcNAc
が転移しており、ラット由来 GnT-II は出芽酵母内で高
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い活性を示すことが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］糖鎖、酵母、バイオ医薬品 

 

［研 究 題 目］しきい値可変型 FinFET による極低消費

電力アナログ回路の開発 

［研究代表者］大内 真一 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］大内 真一、松川 貴（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 電源電圧低減が困難なアナログ回路にしきい値可変型

FinFET を導入することで、当該回路の低電源電圧化に

よる極低消費電力化、高性能化、更にはディジタル・ア

ナログ混載による低コスト化を目指す。具体的には、し

きい値可変型 FinFET が導入された提案型低電圧演算

増幅器及び比較器を試作し、動作電圧0.7V での動作実

証を行うことが、本研究の目的である。 

 前年度までに行った検討の結果、差動増幅回路の基本

動作が電源電圧0.7V で可能であることが確認された。

また、これを用いた比較器、演算増幅器の基本動作も確

認された。今年度は、更なる低電圧化を可能とする回路

方式を考案し、トランジスタ・配線層を含めて、すべて

EB 直接描画によって形成を行う試作プロセスを構築し

た。このプロセスに基づいて、演算増幅器の詳細設計を

行い、実際にプロセスを流動中である。 

 また、本研究で考案した回路構成は、他プロセスにも

転用可能であるため、回路構成レベルで企業への技術移

転の検討を開始した。さらに、本研究の派生的成果とし

て、FinFET によって構成される演算増幅器の極低温動

作に成功した。試作した演算増幅器は、4.2K において、

GB 積3MHnz を達成する。宇宙、計測用途への転用が

期待される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］FinFET、演算増幅器、比較器、低電圧

動作、システムオンチップ（SoC） 
 

［研 究 題 目］短尺カーボンナノチューブの創製と 

CNT トランジスタへの展開 

［研究代表者］斎藤 毅 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］斎藤 毅、大森 滋和 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

カーボンナノチューブ（CNT）を切断することは、

炭素－炭素結合で構成される強固なグラフェンネットワ

ーク構造を切断することに他ならず、切断はおろか格子

欠陥を導入することも困難であるが、酸化性の強い酸処

理などによる過度な切断反応では CNT の優れた特性の

起源である電子構造までも深刻なダメージを受けてしま

い、デバイス応用に不適となってしまう。本研究では

CNT 自身の反応性を制御でき、少なくともグラフェン

ネットワークになるべく欠陥を導入しない切断や長さ分

級の技術開発を行い、CNT トランジスタへの展開を目

指している。平成24年度は、本プロジェクトにおける最

終目標であるオンオフ比107以上、移動度10cm2/Vs 以上

で動作する薄膜トランジスタを目指して、長さ分級技術、

金属／半導体分離、成膜技術、デバイス作製技術、測定

方法などすべてのプロセスについて見直しを図ることに

よって、オンオフ比107以上で移動度が1～2cm2/Vs のデ

バイス特性や、オンオフ比103～ 5で移動度がすべて

10cm2/Vs 以上のデバイス特性を得た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノチューブ、CVD、印刷技術、トラ 
ンジスタ 

 

［研 究 題 目］エンジンの潤滑油粘性モニタリングや流

体プラントの多点プロセス粘性計測を実

現する超小型粘性 MEMS センサの開発 

［研究代表者］山本 泰之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山本 泰之、松本 壮平（集積マイクロ

システム研究センター)（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 MEMS 技術を用いて、小型の粘性センサを実用化す

るため、研究開発を行った。 

 本年度は、ダブルスパイラル形状を用いた粘性センサ

の測定性能の検証を進めるとともに、センサ表面に変位

検出のためのひずみゲージパターンを形成する研究を行

った。また、新たに電磁アクチュエータを内蔵したセン

サホルダを開発し実用化に向けた実証研究を行った。 

 ダブルスパイラル構造の粘性センサは、センサ本体を

液体中に直接投入して手軽に粘性を測定することが可能

で、頑丈で、安価という特徴を有している。産業界にお

ける粘性測定のフィールドの、簡易的な測定シーンの多

くを代替できるものと考えている。 

ダブルスパイラル構造を振動子として用いた粘性セン

サの基本原理を確認するため、標準液を用いた検証実験

を行った。理論と一致する良好な測定結果が得られ、粘

度の算出値は校正値と概ね数%のオーダーで一致した。 

変位の検出機構として、金属ひずみゲージ効果を利用

した変位検出センサを、センサチップ表面に集積化する

方法の開発を行い、金属膜の製膜プロセス等の実証的検

討を進めた。製作されたひずみゲージパターンを用いて、

振動体の変位を検出し、レーザ変位計の結果と比較した

ところ、ほぼ完全に一致した。これにより、集積化され

た変位検出センサによっても、変位を測定できることが

明らかとなり、粘性センサの実用化に向けた開発の大部

分を完了することができた。 

センサホルダは前年度まではピエゾ素子に直結したピ

ンでセンサの振動子を振動させる形式であったが、これ

を電磁アクチュエーション方式に改め、センサ表面にネ
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オジム磁石を埋め込み、駆動コイルをホルダ側に設置す

ることで、振動子を駆動できるようにした。製作したホ

ルダを用いて液体中での粘性測定の実験を行い、これま

でと変わらず良好な結果を得ることに成功した。電磁駆

動方式に変更したことで、より小型化、低価格化が可能

となり、実用化へさらに前進した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粘度、粘性率、センサ、MEMS、マイ

クロマシン、プロセス粘度計 

 

［研 究 題 目］光通電ハイブリッド・パルス加熱法によ

る高速多重物性測定装置の実用化開発 

［研究代表者］渡辺 博道（計測標準研究部門） 

［研究担当者］渡辺 博道、山下 雄一郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高温機器の設計や材料開発に必要な200～3000℃超に

おける固体の複数の熱物性値を同時測定する装置を開発

することを目標とする。本装置は、通電加熱とパルス光

加熱を高速制御して試料を物性測定する際に必要な境界

条件（温度・熱流環境）に瞬間的に保持すると共に試料

の温度、電流、電圧、形状、光学特性を同時測定するこ

とで熱伝導率、熱拡散率、比熱、全放射率、分光放射率、

電気抵抗率、熱膨張率を同時測定する。測定を1秒以内

で終了させ、試料汚染を回避できると共に測定効率を画

期的に向上させることを目指す。 

 H24年度は、カーボンナノチューブ（ IG110と

GC20SS 基盤上に垂直配向成長）の半球全放射率測定

を行い1800 K 以上の温度域で0.938という値を得た。

また、チューブの長さや温度に、放射率は依存しないと

いう結果を得た。また、タングステン基板上に成膜した

アルミナの比熱・半球全放射率測定を行い、文献値と良

く一致することを確認した。その他、マルチチャネル分

光器を組み合わせた垂直分光放射率測定システムの開発

及びに本研究の要素技術であるパルス通電加熱技術を応

用した平面黒体の作製を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］熱物性、金属、炭素材料、フラッシュ法、

熱量法 

 

［研 究 題 目］3次元集積型錯体における配位空間・へ

テロ界面の融合制御による革新的エネル

ギー貯蔵材料の開発 

［研究代表者］大久保 將史（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］大久保 將史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー・地球温暖化対策に資する分散型エネル

ギーネットワーク構築のキーテクノロジーである高性能

2次電池として、リチウムイオン2次電池の高性能化が期

待されている。本研究では、既存の正極材料では得られ

ない電極特性の発現を目指し、高性能リチウムイオン2

次電池の実現を目指す。特に、シアノ基で架橋された多

孔性配位錯体を正極材料として応用する。 

 平成24年度においては、シアノ基で架橋された多孔性

配位錯体におけるナノ構造制御に着目し、高容量材料に

おいては、サイクル特性が極めて低くなり実用に供せな

いことが明らかとなった。そこで、合成プロセスを新規

に開発し、コアシェル型材料の構築に成功した。本手法

により得られた表面不安定性を抑制したシアノ基で架橋

された多孔性配位錯体は、高い耐久性を示した。また、

充放電メカニズムについても電子状態、構造状態から詳

細に検討し、電気化学反応機構を明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準 

［キーワード］リチウムイオン2次電池、正極材料、ナ

ノ材料 

 

［研 究 題 目］高効率成膜プロセスを用いた機能性酸化

物薄膜の開発および調光ミラーデバイ

スへの応用と優れた耐環境性能を有す

る構造開発 
［研究代表者］田嶌 一樹 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］田嶌 一樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 調光ミラーデバイスは電気的に反射（鏡）状態と透明

状態を可変できるため複層ガラスあるいは遮熱フィルム

への応用により優れた省エネルギー効果を期待できる。

本研究では、当該デバイスの実用化のため特に生産性を

律速する機能性酸化物薄膜の省使用化技術開発を行い、

新規の高効率成膜プロセスを適用する。さらに使用環境

に対する適合性を調査し、優れた耐環境性能を有するデ

バイス構造の開発を行う。 

 平成24年度の主な成果は以下の通りである。 

① 大面積コーティングに適するスパッタ法を用いた酸

化物系薄膜の高効率・高速成膜技術開発 

 前年度導入を行った新規スパッタ用電源を用い、高

品質薄膜作製の検討を行った。前年度の成果において、

固体電解質：酸化タンタル薄膜（Ta2O5）の研究開発

例として、厚さ50nm 程度の薄い膜厚においても同程

度の切替速度および切替幅（透過率・反射率可変範囲）

を有するデバイスの作製が可能となっている。本年度

はさらに高性能かつ短時間プロセスを開発した。たと

えば、新規電源では酸化タングステン薄膜（WO3）

において約4分と、前年度実施した Ta2O5薄膜同様10

分の1程度までプロセス時間を短縮することができて

いる。表面形状観察結果からもこちらもほぼ同程度の

膜質を得ることができている。次年度はこれらプロセ

ス技術を適用し、大型品の製膜が可能なスパッタ成膜

メーカに外注依頼をすることで、開発初期の100倍サ

イズ（30cm×30cm）の調光ミラーデバイスを作製す
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る予定である。 
② 高い耐環境性能を有する調光ミラーデバイスの創出 

  前年度導入のソーラーシミュレータを用いた擬似太

陽光照射における調光ミラーデバイスの環境性能把握

をさらに発展させ、温湿度も含めた周辺環境における

環境性能試験を複合的に行うことで多角的な環境性能

把握を行った。最表面の透明導電膜 AZO を保護層と

して適用した場合、ほとんど劣化を示さないことが分

かった。さらに、種々環境中で耐候性を調査したとこ

ろ、ガラスを基材として用いた当該デバイスにおいて

擬似太陽光照射による影響はほとんど観察されないこ

とが分かった。使用する薄膜材料特性の環境測定につ

いては、たとえば、PET やポリカーボネートなど樹

脂基材においては、基材自身の性能により環境応答

（環境に対して敏感）の懸念もあり、環境中湿度に由

来する水分の吸収、紫外線による劣化なども生じる。

そのため各種基材への適合性を継続的に調査した。近

年開発の貼り合わせ法による作製において、環境の影

響を緩和できるため上部保護層が不要となり、設定目

標値に関して（a）電力供給後数秒でのスイッチング

（鏡⇔透明）、1万回以上の繰り返しスイッチング耐久

性および（b）光学透過率のスイッチング幅（可視光

および近赤外光）50%以上も透明導電膜の構造検討に

より前年度までに達成しており、（c）夏季・冬季、乾

燥期・梅雨時の調光性能誤差10%以内、半年経過後も

安定動作に関しては、擬似太陽光照射ならびに温度

40℃、湿度60%で保持した結果、長期保持後もほぼ性

能の変化がなく調光が可能である。 
③ 調光ミラーデバイスの大型化に関する検討 

  本助成に基づく成果により見出した各種機能性薄膜

の作製方法や諸特性と工業的な実プロセスへの適合性

をより詳細な把握を行った。 
  当該デバイスに使用する各種薄膜材料に関して、そ

の成膜方法を研究担当者が指定して、外注による成膜

加工メーカの調査を行った。そして、当方作製薄膜と

ほぼ同程度の特性を有する酸化物薄膜材料の作製が可

能である企業を見出した。次年度も継続的に作製条件

の最適化を行う予定であり、より詳細に膜質などの分

析も行う。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］薄膜、スパッタリング、調光ミラー、加

速試験、耐環境性能、希少金属省使用

化 
 

［研 究 題 目］新型インフルエンザウイルスの高感度そ

の場分析装置の開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、藤巻 真（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスのスクリーニング方法として

イムノクロマトグラフィーが広く用いられているが、A, 

B 型の判定を行えるだけで、A の亜型、例えば H1N1と

H5N1、の識別を行うことはできない。また感度、信頼

性も低く、感染後期のウイルス量がかなり増大してから

でないと検出ができない。我々は我々が開発した導波モ

ードセンサを用い、H1N1と H5N1の識別を行った。そ

の結果、両者を明確に識別することに成功した。また感

度に関してもイムノクロマトグラフィーとの比較を行っ

た結果、導波モードセンサは2桁高感度であることを示

す実験結果を得た。装置に関しても、光の入射角度を回

転させながら測定する方式から、白色光を入射して、ス

ペクトル測定する方式に変更を行った。その結果角度回

転機構であるゴニオメーターが不要となり、ハンドキャ

リー可能な小型装置の試作に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］センシング、ウイルス、光 

 

［研 究 題 目］ミリ波・サブミリ波領域の S パラメー

タ測定の国際標準化に向けた評価技術研

究開発 

［研究代表者］堀部 雅弘（計測標準研究部門） 

［研究担当者］堀部 雅弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 標準器を用いたミリ波・サブミリ波帯の導波管ベクト

ルネットワークアナライザ（VNA）の校正及び測定確

度向上のため、導波管については、1.1 THz までの導

波管（電磁波伝搬する開口部が250 µm×125 µm）につ

いて、その開口寸法の評価などを昨年度までにレーザ干

渉計を用いることで実現し、TRL（スルー・リフレク

ト・ライン）校正を行った VNA の測定不確かさについ

て、世界で初めて1.1 THz 帯域で実現した。さらに、

測定の校正に用いる基準導波管の長期使用による特性の

変動を電気特性と形状の両面から評価し、基準導波管の

厚さについて、長期安定性の視点から推奨値を提示した。

また、測定用に開発した VNA 測定用のプラットフォー

ムについても、性能実証結果の発表およびデモンストレ

ーションを実施して、普及に努め、現在までに業者を通

じて3基の導入実績がある。一連の評価方法については、

IEEE 標準化においても参照され、規格の一部に採用さ

れており、また、IEC 国際標準化についても、国内委

員会の中で作業部会の立ち上げを準備している。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ベクトルネットワークアナライザ評価技

術、導波管インターフェース、アライメ

ント精度、国際標準化 

 

［研 究 題 目］ナノ結晶による低熱伝導率化を利用した

シート状熱電発電モジュールの開発 

［研究代表者］馬場 創（先進製造プロセス研究部門） 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(669) 

［研究担当者］馬場 創、佐藤 宏司、舟橋 良次 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 AD 法を用いて PET 基板上に Bi0.3Sb1.7Te3層の成膜を

試みた。Bi0.3Sb1.7Te3層は PET 基板上に直接成膜できな

かったので、密着層を挿入した。今回、密着層として

CoSb3層を1µm の厚さで AD 法を用いて成膜した。その

結 果 、 PET 基 板 上 で も 200µm 程 度 の 厚 膜 で

Bi0.3Sb1.7Te3層を成膜することに成功した。断面を

TEM 観察した結果、CoSb3層は PET 基板との界面にナ

ノオーダーのアンカリング層を形成して成膜されている

ことがわかり、PET 基板上に強固に密着した CoSb3層

上で Bi0.3Sb1.7Te3層が常温衝撃固化して成膜できたもの

と考えられる。PET 基板上に形成された Bi0.3Sb1.7Te3層

は外力によって剥離したり破壊したりしないようにパタ

ーニングした。Ag ペーストを用いて下部電極と上部電

極を形成して PET 基板上の Bi0.3Sb1.7Te3層の面内方向

に温度差を印加して熱電発電させた結果、室温付近の

5℃程度の温度差で10W/m2程度の最大発電量を得ること

ができた。また、ポジ感光基板を用いたより薄いポリイ

ミドテープ上にも同様に CoSb3層を介して Bi0.3Sb1.7Te3

層を種々の素子数になるように下部電極をパターニング

して成膜した。その結果、素子数にかかわらず、各素子

から発電できる起電力は同程度であったが、素子数が多

くなるに連れて最大発電量が減少してしまうことがわか

った。これは上部電極として用いた Ag ペーストの配線

抵抗や Bi0.3Sb1.7Te3層との接触抵抗が、素子数が増える

と増加してしまうために、モジュールに流れる電流値が

減少し、結果的に最大発電量が減少してしまったためと

考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱電変換、フレキシブル、高速成膜、熱

伝導率、エアロゾルデポジション、微

結晶構造、フォノン散乱 

 

［研 究 題 目］能動流体制御技術を用いたバーチャルブ

レード構築による風力発電システムの飛

躍的な始動性及び設備利用率向上に向け

た研究開発 

［研究代表者］瀬川 武彦 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］瀬川 武彦、湯木 泰親、前田 茂、 

前田 哲彦、小方 聡 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

自動車エンジンシステムを始めとする流体機械のエネ

ルギー効率を飛躍的に向上させ、将来的に自動車、大型

風車、航空機、高速列車といった流体機械へ実装できる

革新的な流体制御デバイスの実用化に向け、プラズマア

クチュエータと FBG センサを用いた剥離流れの制御及

び検出を行い、時間変動する翼周りの剥離流れをリアル

タイムで制御できるシステムを開発する。本年度は可動

壁を有する風洞試験部において剥離流れを周期的に発生

させ、NACA0024翼及び NACA4418翼の正圧面に設置

した片持ち梁構造内側表面に FBG センサを配置するこ

とで、剥離流れを高感度で検出できることを明らかにし

た。また、プラズマアクチュエータ表面露出電極の形状

や配置の多様化により剥離抑制効果を向上させ、翼型の

失速角を20%以上向上させた。これらの流体制御技術に

よりフィードバック制御デモンストレーションを行った

結果、周期的に発生する剥離流れの発生頻度を30%以上

抑制することに成功した。静止部と回転部間の光信号送

受信技術として、光ファイバロータリジョイントのファ

イバ突き合わせ部の改良により、回転体に設置した

FBG からの反射 Bragg 波長を最大1,000pm まで検出す

ることが可能になった。また、ポットコアを用いた非接

触電力伝送回路を小型化し、光ファイバロータリジョン

と同軸で発電モータに接続するシステムを開発した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］空力、アクチュエータ、剥離制御、プラ

ズマ技術、ファイバーグレーティング、

光ファイバロータリジョイント、非接触

電力伝送 

 

［研 究 題 目］次世代パワー集積回路の実現に向けた低

抵抗 P チャネル型 GaN 素子の開発 

［研究代表者］中島 昭（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中島 昭、劉 璞誠 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 GaN（窒化ガリウム）は絶縁破壊電界強度が高いこ

とから、次世代のパワー半導体素子としての期待が大き

く、世界中で研究・開発が進められています。これまで

は N チャネル型 GaN 素子の開発が主に行われており、

一部で市販化が始まっています。さらに P チャネル型

素子が実現できれば、電力変換器システムの大幅な低コ

スト化・小型化が可能になると考えられます。しかし、

Mg 不純物ドープによる従来の方法では、デバイス応用

に十分な移動度・キャリア濃度を得ることが非常に困難

です。近年我々は、GaN の特長である分極を利用した

PN 接合（分極接合）により高濃度のホール（2次元ホ

ールガス）を得ることに世界で初めて成功しました。 

 本研究は、この成果をさらに進め、次世代電力変換器

のシーズ技術として、2次元ホールガスの移動度の向上、

および2次元ホールガスを用いた P チャネル型 GaN 素

子の研究開発を行っています。平成24年度は、昨年の成

果をもとに、2次元ホールガスの輸送機構および現在の

移動度を律速するボトルネックを、実験及び理論の両面

から調べました。これらの結果から、2次元ホールガス
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における輸送機構に関する物理的理解が深まりました。

また、2次元ホールガスを用いた P チャネル素子の実証

に向け、素子作製のためのプロセス開発に着手致しまし

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］高効率電力変換、ワンチップ集積回路、

ワイドバンドギャップ半導体、窒化ガリ

ウム 

 

［研 究 題 目］化学反応を駆動源とする超省エネ型・新

規自励振動ゲルアクチュエータを用いた

外部装置フリーのマイクロ流体素子の開

発 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本提案では、化学反応を直接力学的なエネルギーに変

換して駆動する超省エネ型・新規自励振動型ゲルアクチ

ュエータをマイクロポンプ・バルブ等に搭載することで、

外部制御装置フリーのマイクロ流体素子を開発する挑戦

的な研究課題である。マイクロポンプ・バルブ等を駆動

させるゲルアクチュエータは、化学反応を駆動源とする

ため生命体同様にエネルギー効率が高く、電場・光など

の外部制御装置が一切不要であることを特徴とする。自

励振動ゲルをマイクロ流体素子へと応用するためには、

現状で抱えている数々の問題点をクリアーする必要性が

ある。まず現状の自励振動ゲルは、強酸環境でしか自励

駆動できないため、素子の安全面の観点からよりマイル

ドな環境下で駆動されることが望まれている。そのため、

分子構造を抜本的に改善することにより、駆動環境のマ

イルド化を狙った。その結果、強酸を直接加えない環境

で自励振動を起こすことに成功した。またマイクロ流体

素子への応用を考えた場合、ゲルアクチュエータの駆動

変位および発生力を明らかにする必要性があった。これ

まで、ゲルの発生力測定は行われてきたものの、微細な

ゲルアクチュエータの発生力を水中で簡便・正確に測定

することは、まだまだ難しい状況にあった。その背景と

してゲルアクチュエータの発生力を簡便・正確に測定す

ることが可能な装置が市販されていない現状が挙げられ

る。そのため、簡便・正確に微細なゲルアクチュエータ

の発生力を測定可能な装置の開発を行い、ゲルアクチュ

エータの発生力を計測した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］高分子ゲル、アクチュエータ、MEMS 
 

［研 究 題 目］製造プロセスの高度化に向けた多様環境

対応型 静電気計測技術の開発 

［研究代表者］菊永 和也（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］菊永 和也、山下 博史、藤井 義貴 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生産現場に対応可能なアクティブ型の静電気計測技術

を開発するために、静電気の定量的な評価を原理的・技

術的に可能にすること、励振装置と電界計測装置から構

成される静電気センサを開発することを目標とした。 

 まず静電気の振動によって誘起される電界について、

周波数領域差分法を用いたシミュレーションと自動計測

システムを用いた系統的評価によって、電界から静電気

への関係式を検証した。この結果、電界は、電荷量、振

幅、距離、周波数によって決まること、同じ設置条件に

いて電界強度が表面電位に直線比例することを明らかに

した。これにより、計測装置を校正することで静電気の

定量的な評価を可能にした。次に、励振装置として、

285個の超音波振動子のフェーズドアレイを用いて、小

型の集束超音波発生装置を作成した。これは、集束径

1.5cm 程度で発生力10mN 以上の集束超音波を発生さ

せることができ、この集束音波が走査可能な空間範囲内

にある対象物に対して、部分的な振動を与えることがで

きる励振装置を開発した。また、励振によって発生した

低周波の電界を高感度で計測するために、アンテナの最

適化と計測器の小型化を行なった。計測器としては、発

生する電界の周波数が音波によって制御可能であること

から、周波数積算によって高感度化が可能なロックイン

アンプ方式を用いた。また、電界検出のためのアンテナ

を平板電極にすることで検出感度を高感度化することに

成功し、平板電極とロックインアンプを用いた小型電界

計測装置を開発した。これらより、対象物に近接するこ

となく振動を付与する集束超音波発生装置と電界検出装

置を、手動で搬送できるレベルまでの小型化に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］静電気、振動、音波、電界、非破壊計測、

製造現場 

 
［研 究 題 目］木質細胞ヒエラルキー界面をセミソリッ

ド化する非平衡塑性加工技術の開発と自

動車用木材・プラスチック複合材料への

展開 

［研究代表者］三木 恒久 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久、杉元 宏行 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、木質素材を高い比率で含有しつつ、高強

度、高耐熱、難燃化性能を持つ木材・プラスチック複合

材（WPC）の高生産な塑性加工技術の開発に取り組ん

だ。木質細胞の階層構造に各種樹脂をバインダとして選

択的に導入することで、プレス成形時に細胞実質の高機

能化と同時に細胞間層のセミソリッド化による3次元大

変形の実現を目指した。この技術により、既存 WPC で

は困難である自動車用部材としての実用化を図り、自動
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車産業におけるグリーンイノベーションに貢献する。 
 平成24年度は、木質細胞間のすべり変形による変形能

向上と得られる成形体の物性向上を目指した研究開発を

行った。得られた成果は以下のとおりである。 
１．変形能の向上 

 圧縮試験による変形率200%を高温水蒸気下（180℃）

にて達成した。水を溶媒としたバインダを導入するこ

とによって、セミソリッド化は顕著に生じることがわ

かった。これは、有機溶媒を使用するバインダに対し

て、作業面・安全面でも優位性が高いと考えられる。 
２．機械的性質の向上 

 フェノール樹脂を水溶媒下で導入した木材を素材と

して得られた流動成形体（木質率60～70wt%、板厚

2mm）の機械的性質は、成形温度によって制御可能

であり、強度は成形体内でのバラツキはあるものの最

大で170MPa を達成した（平均120MPa）。同様に、

曲げ弾性率は約 10GPa、シャルピー衝撃強度は

3.2kJ/m2を得たが、これらの値についても、木質繊

維の配向状態によって大きく変化する可能性があるこ

とがわかった。一方、繊維の配向状態について、X 線

回折を用いた解析手法を確立した。 

３．熱的性質の向上 

 フェノール樹脂をバインダとした流動成形体（テス

トピース：板厚2mm）の耐熱性として、曲げたわみ

温度150℃を達成した。難燃性能は、当初目指してい

た性能より1ランク高い V-0をクリアした。 
４．新たな機能の模索 

  熱硬化性バインダを用いた技術開発を行う一方で、

二次変形加工や易リサイクル化を考慮し、熱可塑性樹

脂をバインダとして木質素材に導入する方法を検討し

た。その一つとして、疎水性のアクリル樹脂を親水性

の木質細胞壁中へ含浸する方法を開発した。この手法

によって、これまでは熱硬化性を示し、二次加工やリ

サイクルが困難であった流動成形体が、熱可塑性を持

ち、再変形やリサイクルといった二次加工が容易にな

った。ただし、耐熱性においては、軟化点が100℃付

近から始まるため、更なる物性の向上が望まれる。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］複合材料、非平衡プロセス、ヒエラルキ

ー、木材、バインダ 

 

［研 究 題 目］電気的酵素反応駆動による高効率な物質

生産技術の開発 

［研究代表者］三重 安弘（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］三重 安弘、館山 絵美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 高い生体親和性を有する導電性材料を合成・作製する

こと、及びこれらを用いて電極界面上に様々なナノ構造

を構築する手法の確立を目標とする。これにより、酵素

反応を利用するバイオプロセスの高効率化・低コスト化

を実現するための「電気的酵素反応駆動技術」を開発す

るための基礎が確立される。 

研究計画： 

 本研究では、導電性ナノ構造を有する電極界面を用い

て、該ナノ空間に酵素分子を埋め込み固定することで、

「電極から酵素への迅速電子移動」と「電極上での酵素

の失活防止」を実現する。 

年度進捗状況： 

 本年度は、昨年度に得られたオリゴ DNA を用いたナ

ノ構造界面を用い、同界面上へのシトクロム P450酵素

分子の固定化および電気化学反応評価を行った。電圧印

加による酵素反応の進行を確認でき、従来法に比べて酵

素反応の持続性（酵素活性の安定性）を大きく向上させ

ることに成功した。しかしながら、活性そのものは低く、

今後さらなる改善が必要と考えている。一方、芳香族分

子修飾ナノ構造界面を用いたシトクロム P450酵素反応

の電気的駆動の評価を昨年度に引き続き行い種々の分子

を検討したところ、アミノチオフェノール修飾界面が非

常に良い効果を示すことを見出した。従来法では、電極

上の酵素活性は電圧印加5分間程度で大きく低下したが、

該修飾電極を用いると90分間の電圧印加でも活性が持続

することが示された。また、電極応答の曲線から電極か

ら酵素への電子移動が迅速であることも示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオプロセス、酸化還元酵素、電気的

酵素反応駆動、ナノ構造界面 

 

［研 究 題 目］排ガスからの二酸化炭素分離・回収実証

設備整備 

［研究代表者］井田 博之 

（JFE エンジニアリング株式会社） 

［研究担当者］海老沼 孝郎（メタンハイドレート研究

センター） 

［研 究 内 容］ 

大気中の二酸化炭素は、地球規模の温暖化を引き起こ

す温室効果ガスのひとつとして注目されており、地球温

暖化を防止するための有効な対策の早期実施が切望され

ている。このような地球規模の温暖化防止対策として、

産業活動に伴い火力発電所、製鉄所、化学工場などから

大気へ放出される排ガス中に含まれる二酸化炭素を分

離・回収した後、固定化、有効利用を図ることが出来れ

ば、地球温暖化の防止に大きく寄与できると考えられる。 
本整備事業では、二酸化炭素分離・回収技術において、

従来技術によるコストを大幅に削減する可能性を有する

ハイドレートを用いた排ガスからの二酸化炭素分離・回

収プロセスについて、パイロットプラント規模の設備を

試作して、この技術の実現可能性を確認する。製鉄関連

設備の排ガスの一部を取り出し、二酸化炭素を分離・回
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収する設備を導入した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハイドレート、二酸化炭素、分離・回収 

 

［研 究 題 目］押出用高強度難燃性マグネシウム合金製

造設備の整備 

［研究代表者］千野 靖正 
（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］千野 靖正、湯浅 元仁、黄 新ショウ、 

斎藤 尚文（常勤職員4名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 マグネシウム合金は実用合金の中で最軽量であり優れ

た比強度を有することから、次世代の構造材料として、

輸送機器部材への適用が始まっている。一方、マグネシ

ウムは活性金属の一つであり、融点付近で長時間加熱す

ると発火する欠点を有しており、難燃特性が必須の要件

とされる公共輸送機器（鉄道、航空機）への適用が進ま

ないことが問題となっている。近年、既存のマグネシウ

ム合金に1～2wt%のカルシウムを添加することで発火温

度を200～300℃高めたマグネシウム合金（難燃性マグネ

シウム合金）が開発されている。また、当該合金を押出

加工に供する事により優れた強度と延性を付与すること

が可能であることが明らかとなっており、公共輸送機器

への適用が期待されている。 

 本研究開発は、φ177mm ビレットを利用して難燃性

マグネシウム合金の押出加工を実施するための押出設備、

精錬設備、評価設備を整備し、高強度アルミニウム合金

並みの機械的特性を有する難燃性マグネシウム合金押出

し材を実用化レベルで作製することを目標とする。平成

24年度は難燃性マグネシウム合金の代表的組成の一つで

ある AZX912合金（Mg-9wt%Al-1wt%Zn-2wt%Ca 合

金）を対象として、φ40mm ビレットを利用したモデ

ル実験により当該合金の押出し特性を評価した。そこで

は、押出しパラメータが押出し材の諸特性に及ぼす影響

を系統的に明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］マグネシウム合金、難燃性、押出し、機

械的特性 
 

［研 究 題 目］SOFC（固体酸化物形燃料電池）を活用

したパワートレーンのシステム化研究 

［研究代表者］山本 淳（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］山本 淳、田中 洋平、小熊 光晴、 

永田 進（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究ではトラック・バス等の大型車両のエネルギー

効率向上を目指し、ディーゼルエンジンより高効率が期

待できる固体酸化物形燃料電池（SOFC）を用いたパワ

ートレインシステムの可能性を明らかにする。本年度は

最初に SOFC 性能の高精度測定を行い、各種システム

構成機器を考慮したパワートレイン用 SOFC システム

のモデルを構築した。また、新燃料自動車技術研究セン

ター 新燃料燃焼チームと共同で、数値計算に必要な燃

料の熱力学的特性を調査した。得られた結果を用いて

SOFC システムの性能を予測した。 

 電池性能計測では、車両に適し、かつ高効率が期待で

きるアノード排ガスリサイクルシステムを前提とし、各

種 SOFC 運転条件にて電池に供給されるガス組成を精

度よく模擬して、リサイクル時の発電性能を取得した。

その結果、供試 SOFC では、700-800℃、電流密度25-

400mA/cm2、燃料利用率90%にて、60-70%の発電効率

が得られることが判明した。 

 次に、この電池性能計測結果を組み込んだ、SOFC
システムモデルを開発しシステムの性能計算を実施した。

なお、燃料種として、メタン、プロパン、ジメチルエー

テル等の熱力学的特性を NASA 多項式として SOFC シ

ステムモデルに組み込み、選択できるようにした。その

結果、最高出力の20-100%にて、パワートレイン用

SOFC システムレベルでも、60%（交流、送電端、

LHV）の発電効率が期待できることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］固体酸化物形燃料電池、SOFC システ

ムモデル、高効率発電 

 

［研 究 題 目］不燃透明複合材とそれを用いた照明カバ

ーの製造技術の開発 

［研究代表者］蛯名 武雄（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］蛯名 武雄、林 拓道、中村 考志、 
岩田 伸一、夏井 真由美 
（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

現在、鉄道車両の電照カバー類のほとんどは不燃性の

基準を満たしていない従来からのアクリル、ポリカーボ

ネート類のプラスチックが使用されている。その理由と

しては、透明性、不燃性、安全性を併せ持った良い素材

が未だ存在しないことがあげられ、不燃性の基準を満た

した透明度のある素材の開発が待ち望まれていた。本研

究では、宮城化成のガラス繊維強化プラスチック

（GFRP）技術と産総研の粘土膜（クレースト）技術を

融合させ、不燃透明材を開発する。 
平成24年度は、不燃透明材の製作及び量産プロセスの

確立に関して、1)板材の十分な不燃性の確立については、

樹脂に混合する無機材の配合量や板材の厚み、クレース

トの膜厚を変化させ評価を行ったところ、鉄道車両用材

料のアルコール燃焼試験及びコーンカロリーメーター試

験の不燃性の基準を満たす、無機材配合量、板材の厚み、

クレーストの膜厚等を決定することができた。2)透明性

の向上については、樹脂及びガラス繊維の屈折率に近い

無機材（シリカ等）の選定を行い、板材の試作を行った
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結果、結晶シリカを使用することで全光線透過率が大幅

に向上した。また、樹脂、硬化剤、無機材を混合する際

に自転公転ミキサーによる混練・脱泡に加えて、真空脱

泡を行うことで成形時に残留する細かな気泡を無くすこ

とができ、板材の透明性を向上させることができた。3）

スプレー塗工可能な粘土ペーストの開発においては、新

たに、化学成分を改良した合成粘土の活用について検討

を行った。その結果、従来の合成粘土と比較すると、ペ

ーストの粘土が低く、スプレー塗工可能な粘土を作製す

ることができた。4）平成24年度の成果としては、板材

は不燃レベルまで達している。不燃レベルまで達した板

材の全光線透過率は約60%である。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］粘土膜、難燃性、透明性、ナノコンポジ

ット 

 

［研 究 題 目］車載電池の性能評価手法の技術開発 

［研究代表者］小林 弘典 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、鹿野 昌弘、小池 伸二、

奥村 豊旗、栗山 信宏、廣瀬 道夫、

村野 克弘、山本 博文、和合 由美子、

森 里織、山口 洋一、山野 由美子、

鈴木 友美、竹井 かずえ、平井 順、 

佐藤 扶美子、名倉 規代、中島 美幸、 

金光谷 和彦、古谷 恭代 

（常勤職員5名、他15名） 

［研 究 内 容］ 

 管理下走行試験および走行を模擬した電池単体の加速

劣化試験によって劣化した車載蓄電池について内部分析

を行い、電池構成材料を直接調べることで劣化要因を解

明することを目的とする。今年度は、「電池単体の加速

劣化試験により作製した劣化電池の内部分析を行い、電

池の種類・使用条件の違いによる劣化モードや劣化要因

の違いを把握する」等を開発目標に設定して実施した。

1) 車載蓄電池の電池試験の実施：市販電気自動車の車

載用蓄電池の単セル（新品）について、サイクル試験・

保存試験を開始した。2) 18650型円筒電池を用いた電池

試験の実施：電気自動車型小容量モデルセルを試作し、

サイクル試験及び保存試験を実施した。一部の電池につ

いては、試験後に解体試験を実施し、取り出した電極に

ついて各種分析を実施することで、電池特性劣化の因子

並びに特性劣化のメカニズムについて検討した。3) 定

量分析手法の検討：電池内部分析で定量化が期待できる

手法について検討した。正負極電極活物質のバルク構造

や表面構造については、SPring-8等を利用した X 線回

折測定及び XAFS 測定、J-Park を利用した中性子回折

測定、7Li NMR 測定等を中心に分析及び解析を実施し

てきた。また、各種分光測定データの理論的解釈を進め

るため、Wien2k 等を用いた第一原理計算を行った。

XAFS 測定データについては三元系層状酸化物について

も検討することで既報の文献及び放射光を用いた実測デ

ータとの整合性及び定量性について検証した。 7Li 
NMR データの解釈についても第一原理計算での計算結

果の適用を試みることで、観測されたシグナルの帰属が

可能であることを見出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］車載蓄電池、解体試験、量子ビーム 

 

［研 究 題 目］定置用リチウムイオン二次電池の安全性

評価技術等の開発 

［研究代表者］小林 弘典 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］小林 弘典、小池 伸二、鹿野 昌弘、

永井 功、松島 壽一 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究開発では、定置用リチウムイオン電池に係る国

際標準の検討に対応した安全性試験等の試験方法の開発

及び第三者認証の構築を視野に入れた試験方法の開発に

資するために、耐類焼試験に適用可能な単電池熱暴走方

法の開発および製造直後の電池を評価する事で、電池の

ライフサイクルにおける安全性評価を代表することが可

能であるかを検証することを目的とする。そのために、

長期的な電池性能評価を実施しつつ劣化電池の安全性を

検証する事とする。今年度は「耐類焼試験用単電池熱暴

走方法の開発」と共に、「長期的な電池性能・安全性の

評価と検証」を合わせて実施した。「耐類焼試験用単電

池熱暴走方法の開発」に関連して、既存の安全性規格や

内外の安全性試験結果を調査することで、耐類焼試験の

トリガーとなる単電池熱暴走方法として釘刺し及び加熱

試験を選定した。また、「長期的な電池性能・安全性の

評価と検証」に関連しては、1種類の定置用リチウムイ

オン電池の保存劣化試験を実施し、保存温度により劣化

が加速される事を確認した。また、劣化電池の安全性試

験として釘刺し及び加熱試験を実施することで、劣化電

池でも新品同様の熱暴走挙動を示すことが確認できた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］定置用リチウムイオン電池、第三者認証、

安全性試験 

 

［研 究 題 目］高いユーザビリティを低コストで達成す

る革新的な多機能型細胞アッセイ装置の

開発 

［研究代表者］平野 悠（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］平野 悠、小松 康雄（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 医薬品や機能性食品などの開発には、細胞を用いた解

析が不可欠である。本研究は、電気化学を利用した表面

解析技術を細胞分析に応用することで、新規な細胞アッ
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セイ装置を開発することを目指している。2012年度は、

装置の操作性を向上させるためのセンサプローブの開発、

および標的細胞選択的に薬剤を添加するキャピラリーデ

バイスの開発を担当した。 

 開発する細胞アッセイ装置は、微細なセンサプローブ

を利用することで、不均一な細胞群から目的の一細胞の

みを非接触で解析する。しかしなから、これまでの研究

では金属細線をガラスで被覆されたセンサプローブを利

用していたため壊れやすく、操作性に課題があった。そ

こで、ガラス以外の絶縁材料で被覆したセンサプローブ

を新たに開発した。開発したセンサプローブは、ガラス

製と比較して壊れにくく、かつガラス製と同様に細胞ア

ッセイに適用可能であることが確認できた。 

 細胞アッセイにおいて、ランニングコストを下げるた

めには、細胞・薬剤使用量を低減する必要がある。単一

細胞を対象とすることにより細胞の使用量は減少するが、

薬剤使用量は培地への添加をする限り従来とほとんど変

わらない。そこで、標的細胞に対して少量の薬剤を選択

的に添加可能なキャピラリーデバイスを開発した。開発

したシステムを利用することで、薬剤使用量を低減した

細胞アッセイが可能であることが確認できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞、細胞アッセイ 

 

［研 究 題 目］CHP/NY-ESO-1ポリペプチドがんワク

チンの術後食道癌症例を対象とした多施

設共同前期第 II 相臨床試験  

［研究代表者］五島 直樹（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、川上 和孝 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 転移・再発固形腫瘍例に対する化学療法を始めとする

薬物治療の限界を改善するため、宿主の免疫反応を利用

する免疫的治療が注目されている。近年、T リンパ球に

認識される腫瘍抗原が多数同定されてきているが、これ

ら同定抗原を免疫源とする「癌ワクチン」が有望な特異

的癌免疫療法の一つとして期待されている。これまでに

癌ワクチン投与後に抗原特異的免疫反応が患者体内で誘

導され、また低頻度ながら腫瘍縮小反応がみられること

が挙げられる。癌ワクチン投与後の免疫反応として、免

疫源に対する抗体産生だけでなく種々の抗体産生が誘導

されることが報告されている。本研究では、癌ワクチン

投与後に生じる体内での免疫反応をプロファイリングし、

対象群と比較することによって治験研究の補助的データ

とすることを目的とする。 

 我々が開発した世界最大のヒトタンパク質発現リソー

ス（HuPEX）から cancer/testis antigen（CTA：癌と

精巣のみに発現する遺伝子群）の240種を選択し、コム

ギ無細胞タンパク質合成系で合成した。傍腫瘍性神経疾

患患者の血清をテストサンプルとして使用し、血清中の

自己抗体のプロファイリングを、Beads 方式とアモル

ファスカーボン（aC）基板方式によって作製したプロ

テインアレイを使用して検出を行った。Beads 方式の

アレイは240種の CTA タンパク質に対して14種のタン

パク質に対する自己抗体を検出した。一方、aC 基板方

式のアレイは19種のンパク質に対する自己抗体を検出し

た。Beads 方式のアレイは1基板あたり180種のタンパ

ク質を搭載しており、aC 基板方式は356種のタンパク

質を搭載可能であり、今後さらに高密度にタンパク質を

アレイ化可能である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がんワクチン、食道癌、自己抗体 

 

［研 究 題 目］肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅

速、簡便かつ安価な測定法の実用化 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、久野 敦、 

栂谷内 晶、佐藤 隆、雄長 誠、 

曽我部 万紀、清原 克恵、萩原 梢、

海野 幸子、橋本 美香、鉄羅 奈央子 

（常勤職員5名、他7名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 C 型慢性肝炎患者の多くは、肝線維化が進展し、肝硬

変を経て、やがて肝がんを発症する。この慢性肝炎の治

療には抗ウイルス療法が適用されるが、その効果判定や

肝硬変、肝がんハイリスク群のエンリッチには肝線維化

の程度を知ることが重要である。しかしその判定は高侵

襲性の生検によるため、臨床上の隘路となっている。ま

た、現行の肝がんマーカーでは、早期発見は難しい。

我々はこれまでに肝臓由来血清糖タンパク質の糖鎖構造

が、肝疾患の進展に伴って変化することに着目し、肝線

維化および肝がんマーカーの候補糖タンパク質を多数見

いだした。そこで本研究では、肝線維化マーカーについ

ては血清を用いた測定法を確立し、多施設・多検体での

有効性検証を行って実用化を図る一方、並行して新たな

肝がんマーカーの探索とその正当性検証を目的とする。 

研究計画： 
 肝線維化進展の指標となるマーカーの実用化には、臨

床的有効性の検証が必須であるので、多数の臨床機関が

参画する共同研究体制を確立した。この体制は国立国際

医療研究センター肝炎・免疫研究センターを中核機関と

し、参画機関からは、適切な手順と情報管理のもと、試

料（血清）や臨床情報を収集し、規格化された方法で多

検体測定を実施することとした。線維化マーカーの正当

性検証は、まず肝生検・病理診断済み HCV 感染患者血

清125検体を対象に線維化の進展評価や肝硬変検出に有

効なレクチンを絞り込み、さらに別の血清275検体を用

いて正当性検証試験を行った。その結果、線維化の中期
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（線維化ステージ F2−3−4）から線維化後期（F3−4）の

診断に関して、既存の線維化マーカー（ヒアルロン酸、

IV 型コラーゲン、FIB-4）よりも優れていることが判

明した。そこで多施設多検体検証（厚労科研 研究班）

として、各機関より提案のあった課題について、HBV, 

HCV 感染ないし非感染の慢性肝炎、肝硬変、肝細胞が

ん患者および非アルコール性脂肪性肝疾患（NAFLD）

などを対象として、累計4000サンプル以上の測定を行っ

た。各課題のデータ解析の結果、既存の非侵襲型線維化

評価技術（LSM, ARFI）およびインデックス（APRI, 
FIB-4, ヒアルロン酸、IV 型コラーゲン）と遜色ない、

もしくは凌駕する肝線維化との相関が得られた。 

 また、新規肝疾患マーカー候補の1つである H1-12に

ついて、抗体-レクチンのサンドイッチ ELISA 系を構

築し、100検体の肝疾患患者血清を用いて検証した結果、

肝がん（肝硬変含む）患者群は肝炎患者群よりも有意に

値が上昇している事が確認された。免疫染色解析の結果、

この新規肝疾患マーカー候補分子 H1-12については、

肝硬変結節部周辺域においてプローブレクチンエピトー

プ糖鎖と共局在することが判明し、臨床情報の明確な患

者血清を用いた検証では、肝硬変患者の予後予測マーカ

ーとしての可能性が示唆された。この臨床的な意義や利

用法などについて今後更なる検証が必要である。 

 一方、新規の肝疾患（特に肝がん）マーカーの開発は、

肝がん細胞培養液（や患者血清）より、糖鎖プロファイ

ル分析およびグライコプロテオミクス技術によってスク

リーニング、選別した数百種類のプローブレクチン反応

性の糖タンパク質が同定された。さらに外部データベー

スに格納されている各種データを利用し、バイオインフ

ォマティクス技術により、数十種類の糖タンパク質まで

絞り込み、優先順位付けを行った。同定した糖タンパク

質については、まずは培地や少数の患者血清などを用い

て、正当性検証を進めている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、疾患糖鎖バイオマ

ーカー、グライコプロテオミクス、肝臓

疾患、肝線維化、迅速診断 

 

［研 究 題 目］新型インフルエンザ H1N1のウイルス病

原性等の解析に関する研究 

［研究代表者］安武 義晃（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］安武 義晃（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、新型インフルエンザウイルス 2009

（H1N1）pdm（新型ウイルス）の抗原蛋白質であるヘ

マグルチニン（HA）と、複数の中和抗体との複合体結

晶構造解析を目指した。国立感染症研究所の協力のもと、

HA は組換え体を使用せず、本来のウイルス上に存在す

る HA 構造（立体構造や糖鎖付加の状態）を維持した

分子を取得して構造解析を行うことを重要視し、ウイル

スから直接プロテアーゼ（ブロメライン）を用いて HA
膜外ドメインを切り出す手法を試みた。しかしながら、

Narita 株 H1N1ウイルスはブロメラインに抵抗性を示

し、複合体結晶化に適した大量のサンプルを準備するこ

とができなかった。そこで、方針を転換し、高速原子間

力顕微鏡（高速 AFM）を利用した抗原抗体相互作用の

観察を行い、抗体単独、および抗原抗体複合体となった

状態の分子の観察を行った。蛋白質濃度、基板へ固定化

する際の分子の方位をコントロールするなど、観察条件

の最適化を行うことで明瞭な画像を得られる可能性が示

された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］インフルエンザ、抗原、抗体、ヘマグル

チニン、高速 AFM 
 

［研 究 題 目］インフルエンザウイルス複製に関与する

宿主因子とウイルス因子のインターフェ

ースを標的とした新規抗ウイルス薬探索

の基盤研究 

［研究代表者］夏目 徹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 インフルエンザウイルスの増殖過程の中の、ウイルス

ゲノムの複製とウイルス遺伝子の転写過程に焦点をあて、

独自に開発した活性を指標とするアッセイ系である

cell-free 系と酵母内ウイルスレプリコン系を基盤として、

基本的でユビキタスな感染体と宿主因子の重要な相互作

用ネットワークを同定する。得られたネットワーク情報

を基に、新規な抗ウイルス薬開発ターゲットの発見を目

指す。 

これまでの、変異率の高いウイルス因子を標的とした

ものが主であるので、本研究ではウイルス因子と宿主因

子のインターフェースの構造基盤を明らかにし、これを

もとに宿主因子を標的としてウイルス因子との相互作用

を阻害する新しい作用機序の抗ウイルス薬を探索するこ

とを目指し、インフルエンザウイルスの制御戦略に資す

る。 

今年度は、感染体ゲノムにタグ付けを行い、網羅的に

コンピテント細胞に遺伝子導入する準備を整え、システ

マティックなネットワーク解析を行う準備を整えた。 

また、感染体の遺伝子転写に関わる、重要な因子間の相

互作用を阻害する低分子化合物のスクリーニングを、感

染体因子の精密な構造情情報を基に実施した。得られた

ヒット化合物の中から、プラークアッセイ、in vitro の

転写活性評価などから、毒性がなく高い抗ウイルス活性

を有するリード化合物候補を得た。今後、化合物と感染

体因子との構造情報を得ることにより、化合物を合理的

理論設計から最適化を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
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［キーワード］ウイルス、宿主感染体ネットワーク、質

量分析、インフルエンザ 

 

［研 究 題 目］Bridge to Decision を目的とした超小型

補助循環システム並びに頭蓋内・心血管

治療用の新規多孔化薄膜カバードステン

トに関する医師主導型治験及び実用化研

究 

［研究代表者］中山 敦好（健康工学研究部門） 

［研究担当者］中山 敦好、伊田小百合、大嶋 真紀 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 脳動脈瘤や再狭窄心血管の治療を目的とする新規な治

療デバイスとしてのカバードステントの開発において、

ステントの頭蓋内深部への誘導化と生分解化をめざして、

新規高分子カバー材料の研究を行う。求められる物性と

しては、小さな応力で十分な伸びを示すこと、生分解性

を有すること、親水性の制御等が挙げられ、血管内圧に

負けない強度を持つエラストマー様の材料を開発する。

本年度は、ポリ乳酸ベースのポリウレタンウレアについ

て検討し、分子量10万以上のポリ乳酸をエチレングリコ

ールなどのグリコール化合物でソルボルシスし、低分子

量ポリ乳酸ジオールを調製し、これにアミノ酸由来ジイ

ソシアネートを重付加させ、さらにメチル側鎖を持つジ

アミンで鎖延長し、分子量1万以上のウレタンウレアを

合成した。得られたポリマーの強度は40MPa 程度であ

ったが柔軟性に関しては未だ改善の余地がある。また、

生分解性ナイロンを含むコポリエステルアミドを合成し、

その生分解性を輸液やリン酸バッファー中での加水分解

性、酵素存在下での加水分解性にて評価したところ、特

定の組成のコポリマーにて高い分解性を示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］生分解性ウレタン、ウレタンウレア、生

分解性ナイロン、ポリ乳酸、ポリアミド

4、ステント 

 

［研 究 題 目］B 型肝炎ウイルスにおける糖鎖の機能解

析と医用応用技術の実用化へ 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、久野 敦、 

栂谷内 晶、佐藤 隆、安形 清彦、 

澤木 弘道、雄長 誠、助川 昌子、 

齋藤 こずえ、平野 朋子、高野 慶子、

辻川 紫華子（常勤職員5名、他8名） 

［研 究 内 容］ 
 日本には約150万人の B 型肝炎ウイルス（HBV）保有

者がいると考えられ、我が国ではユニバーサルワクチネ

ーションが行われておらず、母子感染に加え水平感染に

よる新規感染が起きている。B 型肝炎においては IFN
による治療成績が悪い場合が多く、核酸アナログ薬の継

続投与でも薬剤耐性ウイルスの出現が問題になっており、

逆転写酵素に代わる創薬ターゲットの発見が必須である。

本研究は、肝疾患や HBV 作製・感染実験の専門家とグ

ライコプロテオミクス技術など糖鎖機能解析技術を開

発・実用化して来た糖鎖医工学研究センターとの協力体

制（補完的医工連携体制）により、平成24年度厚生労働

科学研究費補助金（B 型肝炎創薬実用化等研究事業）と

して採択され実施した。HBV の感染に関わる糖鎖の構

造・機能を明らかにし、HBV の感染を阻害する薬剤シ

ーズの探索と HBV の多検体検査や創薬支援に繋がる技

術の開発を行う。ウイルス粒子の形成や分泌における糖

鎖の役割を明らかにし、抗 HBV の創薬の標的とする。

また、ヒト型糖鎖を持つ HBs 抗原を開発し新規ワクチ

ンの開発を目的としている。  

１）HBs 抗原をレクチンアレイによって検出する方法

の開発を進め、候補レクチンを選定し、微量検出系の

開発に繋がる結果を得た。グライコプロテオミクス解

析により精製 HBs 抗原中の L-HBs 抗原の N 末側

（HBV の認識に関わると考えられている領域）にも

N 型糖鎖修飾を確認した。これまでに、HBV 上の糖

鎖と病体あるいは個人間の差などの解析は殆ど行われ

ておらず、HBV および HBs 抗原の糖鎖構造を多サ

ンプルについて簡便に解析する方法の開発は有用であ

ると考えられる。 

２）HBV 非感染性の HuH7細胞と HepG2細胞について

質量分析による糖鎖構造解析（N-glycan/O-glycan 解

析）を行った。N-結合型糖鎖については両細胞間の

糖鎖構造は類似していたが、O-結合型糖鎖はシアリ

ル化糖鎖構造の相対量に両細胞間で差がある結果とな

った。現在感染可能な肝細胞などを解析中であり、

HBV 感染と糖鎖の関係をより詳細に比較解析する。

また、肝細胞と非感染性の肝細胞株の遺伝子発現を比

較し、糖鎖遺伝子や内在性レクチンの発現差を明らか

にするため、次世代シーケンサーによるホールトラン

スクリプトーム解析を行っている。 

３）グライコプロテオーム解析の結果を基に感染に関わ

る可能性がある内在性レクチンの検索を行い、候補分

子をクローニングした。タグ付き HBs 抗原（S、M、

L）を HuH7細胞や非肝細胞株で発現・調製し、精製

HBs 抗原を用いて細胞への吸着を定量化する方法を

検討した。他班で研究される HBV 受容体との感染促

進効果や、HBV の肝細胞へのインビトロ阻害実験な

どを行い、HBV の感染に関わる糖鎖の機能を解明の

ための基礎情報を得る。 

４）糖鎖遺伝子 qPCR アレイにより糖鎖遺伝子発現を

解析し、糖鎖遺伝子を2群（抑制目的と過剰発現目的）

に分け、cDNA と siRNA ライブラリーの作成を進め、

糖鎖改変細胞作製の準備を行った。GFPcDNA を用

いた HuH7細胞への形質転換実験により、リバース

トランスフェクションの条件を検討した。糖鎖合成阻
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害剤の HBV 分泌や感染への影響も解析しており、糖

鎖改変細胞の影響を詳細に解析する事により、創薬タ

ーゲットの選定に繋げる。 

５）現在ワクチンとして糖鎖を持たない S-HBs 抗原が

用いられている。生物プロセス研究部（千葉靖典研究

員）との共同研究として、ヒト型糖鎖を有する HBs
抗原調製のために、HBs 抗原遺伝子を出芽酵母の最

適コドンに変換し発現させた。2種の cDNA に由来す

るクローンで L-HBs 抗原の発現に成功し、少なくと

も一つの N 型糖鎖修飾を有することを確認した。今

後、抗体産生試験を行い糖鎖の影響を解析し、より有

効なワクチンの開発に繋げる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］B 型肝炎ウイルス、HBs 抗原、糖鎖、

グライコプロテオミクス、レクチンアレ

イ 

 

［研 究 題 目］B 型肝炎ウイルス感染症に対する新規の

治療薬の研究・開発 

［研究代表者］安武 義晃（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］安武 義晃（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、B 型肝炎ウイルス（HBV）感染症治療薬

開発において重要なターゲット分子である HBV 逆転写

酵素（HBV-Pol）の立体構造を解析し、その活性部位構

造の詳細を原子分解能で明らかにし、そこに結合する有

効な阻害剤（薬剤）の設計を促進させることを目的とす

る。HBV-Pol は逆転写酵素活性を示す領域以外に、鋳

型 RNA に結合する役割を担う領域、鋳型 RNA を分解

する領域を含み、複雑な構造を形成している。これまで

の研究で、本酵素を異宿主で大量に発現させ活性のある

可溶性酵素として取得できた事例がまだほとんどない。

本研究ではまず、HBV-Pol を結晶化させるために、本

酵素を安定かつ大量に取得できる条件検討を行った。活

性部位を含んでかつ可溶性蛋白質として発現する領域を

探索するため、様々な領域に分断した発現系の構築を行

い、可溶性蛋白質として発現するか否かを検証した。結

果、いくつかの領域において可溶性画分に HBV-Pol を

精製できることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］B 型肝炎ウイルス、逆転写酵素、創薬 

 

［研 究 題 目］妊娠・授乳期における医療用医薬品の使

用上の注意の在り方に関する研究 
［研究代表者］吉川 裕之（筑波大学） 
［研究担当者］江馬 眞（安全科学研究部門） 
［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、妊婦及び授乳婦に対する医薬品の催

奇形性等の発生毒性のリスクを臨床現場で正しく理解す

るために、本邦独自のリスク分類を確立することである。

そのためには動物実験による胎児及び新生児に対する有

害影響を正確に把握する必要がある。動物を用いた発生

毒性試験結果の解釈には試験に用いた動物の背景対照デ

ータが必要不可欠である。 

 本年度は、ラットの発生毒性試験の背景対照データを

整理した。1994-2010年に実施されたラットを用いた出

生前発生毒性試験に関する背景対照データを国内の19機

関（製薬会社：10社、受託研究機関：9社）から収集し

た。試験のデータは1994-2000年及び2001-2010年に分け

て解析した。帝王切開データ（妊娠率、黄体数、着床数、

子宮内胚／胎児死亡数、生存胎児数、胎児体重等）、胎

児の外表、内臓、骨格の自然発生奇形に関するデータを

収集、解析した。帝王切開データ、胎児の形態学的所見

にはラットの系統による差がわずかにみられた。胎児の

外表、内臓、骨格奇形の頻度には機関間の差がみられた

が、これらは機関毎の胎児異常所見の分類、判断基準の

差によるものと考えられた。ラットの背景対照データを

整理したことにより、ラットを用いた発生毒性試験結果

をより正確に解釈できるようになることが期待される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］動物実験、発生毒性、催奇形性、胎児毒

性、ラット 
 

［研 究 題 目］被災後の子どものこころの支援に関する

研究 

［研究代表者］西田 佳史（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］西田 佳史、本村 陽一、北村 光司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、被災後に閉じこもり、セルフコント

ロールの困難などの問題を抱える子どもの心のケアの新

たな試みとして、センサ遊具（対話的遊具）を通じて、

個々の子どもにあった様々なチャレンジを提供すること

で、それを乗り越える楽しさ、身体をコントロールする

スキルを身につける楽しさ、他の子どもとコミュニケー

ションを取り知識伝承の楽しさなどを育める環境を開発

し、その効果検証を行うことにある。 

 平成24年度は、産業技術総合研究所で保有している対

話型遊具（ノボレオン）を改良し、子どもに適合した遊

びを提供するプログラムを作成する。さらに、被災地と

して気仙沼市の NPO 団体等と協力し、子どもに遊んで

もらう実験を行い、データを収集することで継続的な運

用の可能性を検討した。 

 開発した対話型遊具を用いて、気仙沼市において、遊

具を用いた計測実験を2回（12/8、12/8）行い、のべ310

人（4～11歳）の参加者のデータを取得した。そのうち

の39人からアンケートデータを取得した。また、現地の

NPO 法人 TreeSeed との連携関係を構築し、継続的な

調査に関する協力関係を築き、TreeSeed の事務所にお
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いて継続的に運用できるように遊具とソフトウェアの整

備を行った。 

今回提供した遊びプログラムにおいて、試行回数が増

加するに従い、移動スキルが向上することが確認された。

また、ベイジアンネットワークを構築することで、スキ

ル獲得モデルを作成した。これらの分析により、定量的

にスキル獲得の評価が可能であることが分かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］被災、センサ遊具、対話型遊具 

 

［研 究 題 目］国際共同研究の推進 

水と二酸化炭素を利用するサステイナブ

ル触媒反応システム開発 

［研究代表者］白井 誠之（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］白井 誠之、佐藤 修、山口 有朋、 
日吉 範人、佐藤 恭子、上田 昭子、

村上 由香（常勤職員4名、他3名） 
［研 究 内 容］ 

本開発では、バイオマスや有機系廃棄物の化学原料化、

そして得られた化学物質を変換し工業的に重要な化合物

へ変換する触媒システム開発を行うものである。特に、

有害な有機溶媒や無機酸を用いないで変換する触媒反応

システムをインドの研究者の協力のもとに行う。具体的

には、1)二酸化炭素溶媒と固体触媒を利用する水素化反

応、2)高温水による未利用資源の化学原料化、3)水と二

酸化炭素を利用するバイオマス派生物の変換反応、につ

いて検討する。平成24年度は、高温水と高圧二酸化炭素

を用いる反応システムの構築を行い、以下の結果を得た。

1)超臨界二酸化炭素中でフラン類の水素化反応に高活性

を示す担持パラジウム触媒を開発し、二酸化炭素圧力制

御により反応活性の向上に成功した。2)有機系廃棄物と

してバイオエタノール残渣を選定し、400℃の超臨界水

でメタンや水素等の燃料ガスに変換できる触媒を開発し

た。3)多価アルコールを高温水と高圧二酸化炭素で連続

的に処理できる流通装置の開発に成功した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水、二酸化炭素、固体触媒 

 

［研 究 題 目］森と人が共生する SMART 工場モデル実

証 

［研究代表者］遠藤 貴士（バイオマスリファイナリー

研究センター） 

［研究担当者］遠藤 貴士、美濃輪 智朗、李 承桓、

岩本 伸一朗、山本 茂弘、文 多美、

谷岡 拓弥（常勤職員4名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 このテーマは、ヒノキ等の間伐材から複合材料等の強

化素材として利用できるセルロースナノファイバーの効

率的かつ経済的な製造技術および樹脂複合材料化技術の

確立を目標としている。またナノファイバーおよび複合

材料製造に関する経済性・環境性評価についても実施し

ている。 

 本年度は、ヒノキ間伐材のチップを原料にして、湿式

ディスクミル粉砕により、ナノファイバーを製造し、大

量の水に分散しているナノファイバーのポリプロピレン

との複合化方法として、マスターバッチ法について検討

した。その結果、低融点樹脂にナノファイバーを混合・

分散させることで水の蒸発過程を穏和にしてナノファイ

バーの凝集が抑制されたマスターバッチが製造できるこ

とを明らかにした。このマスターバッチをポリプロピレ

ンと複合化した結果、得られた複合材料の引っ張り強度

は30%向上し弾性率は40%向上した。さらにこの手法で

製造した複合材料では、強度物性の向上とともにポリプ

ロピレンが本来持っている伸び物性も維持できることが

分かった。 

 経済性・環境性評価については、ビジネスモデル構築

に向けた基礎データを作成することを目指して、マスタ

ーバッチ製造事業を導入した場合の地域の経済的波及効

果を産業連関表分析により明らかにした。また、カスケ

ード利用ビジネスモデル構築のために、新規提案である

木粉製造事業の会計表を作成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］間伐材、セルロースナノファイバー、経

済性 

 

［研 究 題 目］計算物質科学技術推進体制構築の「研究

支援」の推進 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、 

Sharma Vikas、（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 実用材料の特性を支配する微細構造（析出相、粒界、

転位などの集合体）の構造や性質、力学挙動を、大規模

第一原理計算により、原子・電子の挙動から解明し、乱

れた原子配列や合金成分、各種添加物の効果を探るとと

もに、Phase Field 法などメゾスケールの計算技術と繋

ぐことで、マルチスケールの組織設計・特性評価技術を

構築する。また、計算材料科学分野における高性能汎用

計算機の活用のための各種計算技術の構築、融合、普及

を推進し、計算材料科学技術推進体制の構築を支援し、

これにより独創的な成果の創成を推進し、プロジェクト

全体の戦略目標の達成に貢献する。本年度は、金属中の

異相界面として、Fe／遷移金属界面の整合構造、部分

整合構造を取り上げ、大規模第一原理計算を適用し、界

面周囲の歪エネルギーによる、整合界面から部分整合界

面への遷移を検討した。また、「局所エネルギー・局所

応力計算法」の適用により、こうした異相界面の界面応

力の物理的起源について掘り下げて検討した。次世代ス
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パコンや東北大学、名古屋大学、東京大学等の関係機種

を使用し、各種プログラムの調整を行いながら実行した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大規模第一原理計算、次世代スパコン、

計算材料科学、異相界面 

 

［研 究 題 目］「京都大学 構造材料元素戦略研究拠点」

構造材料の粒界・欠陥の基礎物性の第一

原理計算 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 耐熱材料や構造材料の特性は、結晶粒界や界面、欠陥

の構造とエネルギー、諸性質に大きく支配される。特に、

粒界・界面・欠陥の応力下での挙動の理解が重要である。

本研究課題では、まず、こうした粒界・界面・欠陥の構

造や安定性、諸性質、応力下での挙動を、第一原理計算

を用いて高精度に解明するための方法論、手法を検討す

る。とりわけ、威力を発揮すると期待される「局所エネ

ルギー・局所応力の解析法」の整備とその適用方法の検

討を進めた。密度汎関数理論に基づく平面波基底の第一

原理計算法において、エネルギー密度、応力密度を計算

する手法が既に提案されており、それらを局所領域で積

分すれば、理論的に局所エネルギー、局所応力が計算で

きる。しかし、gauge 依存性（関数形の選択への依存）

のため、unique な物理量として、局所エネルギー、局

所応力を得ることは容易ではない。そこで、gauge 依存

性が消えるような局所領域の選定法と、そのための計算

技術を検討した。その結果、Bader 積分や layer-by-
layer 積分を用いることで、粒界・界面・欠陥の局所エ

ネルギー、局所応力を unique な物理量として計算でき

ることが判明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］第一原理計算、粒界・界面、局所エネル

ギー、局所応力 

 

［研 究 題 目］可搬型生物剤・化学剤検知用バイオセン

サの開発 

［研究代表者］永井 秀典（健康工学研究部門） 

［研究担当者］永井 秀典、鳴石 奈穂子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 病原性微生物を検知するバイオセンサを搭載した、小

型軽量で携帯可能なシステムを開発する。超高速なセグ

メントフローPCR を搭載し、測定開始から結果表示ま

で15分以内に危険濃度の検知を実現する。 

研究計画： 

 炭疽菌特有の毒性関連遺伝子を迅速に検知する技術を

開発する。現状では炭疽菌検出用のリアルタイム PCR
キットを使用しているものの、流路のエンドポイントに

おける蛍光検出から含有遺伝子量の定量を行っている。

しかし本来のリアルタイム PCR 法のように、サーマル

サイクル途中の蛍光変化を計測していないため、厳密に

は定量性に課題があるため、光学系の改良によりリアル

タイム PCR が可能な光学ユニットを開発し、感度及び

定量性について検証する。 

年度進捗状況： 

 炭疽菌特有の毒性関連遺伝子を迅速に検知する技術と

して、これまでの流路のエンドポイントにおける蛍光検

出から、本来のリアルタイム PCR 法に合わせサーマル

サイクル途中の蛍光変化を計測できるよう光学系を改良

し、リアルタイム PCR が可能な光学ユニットを新たに

開発し、含有遺伝子量の定量を可能とした。さらに従来

のように PCR 反応の最後まで待たずとも、サーマルサ

イクル途中であっても標的遺伝子があれば検知可能とな

り、これまでの装置以上の迅速性と、より高い感度を実

現した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］PCR、POCT、遺伝子、炭疽菌 
 

［研 究 題 目］小型遠心ポンプを用いた可搬型除水シス

テムの開発 

［研究代表者］山根 隆志（神戸大学） 

［研究担当者］丸山 修、西田 正浩、小阪 亮（ヒュ

ーマンライフテクノロジー研究部門）、

松田 兼一（山梨大学）、 

山本 健一郎（東京女子医科大学） 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

心不全あるいは腎不全のために緊急に除水を必要とす

る患者から、簡便かつ安全に除水する可搬型除水システ

ムを開発し、救急医療のほか在宅医療、ひいては被災地

医療にも使える除水システムを提供することを目的とす

る。このため、小型遠心ポンプ及び末梢静脈へのカテー

テルを用いた、体外循環血液ろ過装置を開発する。小型

遠心ポンプについては、羽根直径30mm、ポンプ外径

70mm、モータ厚さ8mm、流入・流出径5.0mm、流入

口を円弧曲り管とした遠心ポンプ（DP3）を試作し、性

能試験、溶血試験および模擬血栓試験を実施した。性能

試験では回転数1,500rpmで圧力30mmHg、最大流量

1,300mL/minを達成した。溶血試験では、閉回路にウシ

保存血液 500mL を充填し、流量 50mL/min 、圧力

30mmHg（回転数1,500rpm）、37℃、4時間の条件で行

った。その結果、ピボットが摩耗した球面接触状態では、

血漿中遊離ヘモグロビン量が168mg/hであったが、ピボ

ットが新しい点接触状態では13mg/hとなり、体外循環

の標準溶血量（249mg/h）の5%と良好な溶血成績をおさ
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めた。模擬血栓試験では、クエン酸ナトリウムで抗凝固

したウシ保存血液500mLを閉回路に充填し、塩化カルシ

ウムで中和して、活性化凝固時間で170～190sに凝固能

を調整・維持し、37℃、2時間の条件で行った。その結

果、モノピボット軸受周りにはリング状の血栓形成があ

るものの、それ以外にろ過に影響を与えるような血栓は

観察されなかった。これによりポンプ単体試験では、目

標性能が達成された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］腎不全、連続流ポンプ、透析、除水、血

液適合性 

 

［研 究 題 目］オープンプランにおけるスピーチプライ

バシ保護のためのハイブリット設計技術

の開発 

［研究代表者］森本 政之（神戸大学） 

［研究担当者］佐藤 洋（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年の個人情報保護に対する需要の高まりから、会話

に含まれる個人情報の保護、すなわちスピーチプライバ

シの保護に対する注目が高まっている。需要が高い空間

として、病院の診察室や薬局・銀行の窓口等が挙げられ

るが、オープンプランで設計されるのが一般的であり、

現状では遮音性能の確保は困難である。会話を聞こえに

くくする音を発生させるサウンドマスキングシステムも

提案されているが、遮音性能が低すぎる場合は過大な音

が必要となるため、空間の快適性を保つためには遮音性

能の向上も合わせて考えなくてはならない。本研究では、

建築設計の視点からオープンプランの利便性を保ちつつ

遮音性能を向上させる技術と、電気設備設計の視点から

サウンドマスキングシステムの効率を向上させる技術を

開発し、最終的に両者を組み合わせたハイブリッドなス

ピーチプライバシ保護のための設計技術開発を行う。 

オープンプランにおけるスピーチプライバシ保護性能

の総合的かつハイブリッドな評価技術を開発するために、

室内音響の評価方法、マスキングノイズの評価方法、ハ

イブリッド設計技術の確立に関する研究を行った。 

まず、数値シミュレーションにより、特に初期に到来

する透過音、回折音、反射音等の時間構造が室の条件に

よって様々に変わることが分かった。また、様々な音響

条件下において物理計測および被験者実験を神戸大学と

共同で行うことにより、スピーチプライバシのハイブリ

ッド設計技術の確立に向けての基礎を構築し、スピーチ

プライバシ保護性能を予測可能な物理指標の提案の準備

を行った。以上の成果を援用し、最終的には様々な室形

状パターンについて、スピーチプライバシ性能を設計お

よび評価できるツールの開発を目指す。 

[分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プライバシー、保護技術、音環境 

［研 究 題 目］3次元有効視野計測法の開発と、それに

基づく人間の視空間情報収集特性の加齢

変化 

［研究代表者］斎田 真也（神奈川大学） 

［研究担当者］氏家 弘裕（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自動車運転環境における3次元有効視野計測を行うた

めに、両眼立体視や運動視差など、奥行き手がかりによ

る奥行き運動知覚の特性について明らかにすることを目

的とする。 

 具体的には、運動視差による奥行き知覚の距離情報に

基づくスケーリングが、どのような要因に影響を受ける

か、見かけのサイズを一定としたまま、視距離（57, 

114, 228cm）と奥行き変化の空間周波数（0.125, 0.25, 

0.5cpd）を独立変数として検討した。予備的実験によ

り、視距離57cm では比較的容易に回答できる奥行きの

知覚量が、視距離が228cm など遠くなると、知覚して

いるにもかかわらず、これを手許で再現することに、多

くの観察者が困難を感じた。そこで、比較的これを容易

に実施できた熟練した観察者により実験を行ったところ、

奥行き変化の空間周波数が0.125cpd では、奥行きの知

覚量がシミュレート量と視距離を介してよく対応したが、

空間周波数が0.25, 0.5cpd と高くなるほど、知覚量が

シミュレート量よりも明らかに減少する傾向が見られた。

この結果は、運動視差による奥行き知覚の距離情報に基

づくスケーリングが、空間周波数の影響を受けることを

示すものである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］立体映像、有効視野、運動視差、奥行き

知覚 

 

［研 究 題 目］ふく射輸送現象論に基づくヒト頭部内光

伝播の解明と光マッピング画像の高度化 

［研究代表者］山田 幸生（電気通信大学） 

［研究担当者］谷川 ゆかり（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、 

山田 幸生、横井 浩史（電気通信大

学）、 

星 詳子（東京都医学総合研究所） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

脳の高次機能の解明、教育効果や認知機能の評価、リ

ハビリテーションの評価、 BMI（ Brain Machine 
Interface）などに広く用いられている光マッピング技

術の高度化のために、頭部内の光伝播現象を解明し、そ

れに基づいて画像の質の向上を図る。頭部内のほとんど

の体積は光学的な散乱体で占められているが、一部に光

伝播現象が大きく異なる透明体も含んでいる。まず、透

明体を含む散乱体中の光伝播現象を光拡散方程式と射度
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の概念により解析し、ファントム実験で解析結果を検証

する。次に、解析結果に基づき、光マッピング画像の解

像度や脳活動に対する感度を向上させる逆問題アルゴリ

ズムを開発する。最後に被験者実験によりこれらを実証

する。 
平成24年度は、ファントムの改良と計測精度の向上を

目指し、設計及び試作・改良を行った。特に、血管の大

きさ・位置が画像再構成に与える影響を調べるため、血

管を模擬した非均質部分を埋め込んだファントムを設

計・試作した。さらにファントム計測用冶具を作製し、

多チャンネル時間分解計測システムを用いて計測を行い、

得られた結果を光拡散方程式を用いた画像再構成アルゴ

リズムで再構成画像を作製し、精度、妥当性を検討した。 
［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］近赤外光を利用した生体計測装置、光拡

散方程式、光マッピング 

 

［研 究 題 目］巨大地震断層の力学的・水理学的特性の

解明 

［研究代表者］高橋 美紀（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］高橋 美紀、北島 弘子、金川 久一 

（千葉大学）、堤 昭人（京都大学）、 

廣瀬 丈洋（海洋研究開発機構）、 

谷川 亘（海洋研究開発機構） 

（常勤職員2名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 IODP Exp.315および Exp.319において南海トラフ付

加体浅部（海底下約1,000～1,580m）から採取された、

砂岩、凝灰岩およびシルト質泥岩3試料について、試料

原位置に近い条件（室温、封圧37～57MPa、間隙水圧

29～43MPa）で、軸方向の変位速度を0.1、1、10µm/s
でステップ状に変化させて三軸摩擦実験を行った。付加

体浅部堆積岩類の摩擦特性は粘土鉱物含有量によって系

統的に変化することが明らかとなった。摩擦強度と粘土

鉱物含有量には負の相関が認められ、粘土鉱物含有量の

増加に伴い、定常摩擦係数は低下する。また、全試料と

も速度強化の挙動を示し、粘土鉱物含有量の増加に伴っ

て流動の効果が増大する傾向が認められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ地震発生帯掘削、粘土含有量、

摩擦強度、速度依存性 

 

［研 究 題 目］リスクに対する頑健性と柔軟性を備えた

環境調和型サプライチェーン設計手法の

開発 
［研究代表者］田原 聖隆（安全科学研究部門） 
［研究担当者］田原 聖隆、工藤 祐揮（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究課題は、リサイクルを含む国内のサプライチェ

ーン全体を対象として、リスクに対する頑健性・柔軟性

と、低炭素や循環型といった環境調和性を併せ持ったサ

プライチェーンの構築に向けた分析・設計手法を開発す

ることを目的とする。そのために、1900品目分類以上の

製品・サービス間の地理的分布を含めた物質連関を可視

化し、それに地理的偏在性などのリスク要因を付加した

「サプライチェーンマトリクス」を整備する。また、サ

プライチェーンの「頑健性・柔軟性」を指標化し、それ

らと環境調和性の分析手法を確立する。実装した分析手

法によって、リスク回避と環境調和性の観点から産業プ

ロセスの立地の検討や原料供給源としてのリサイクルの

再評価を行い、国家レベルでのサプライチェーン再構築

に向けた戦略的な提言につなげる。 

 本年度は、我々が開発しているインベントリデータベ

ース IDEA に、統計データやヒアリング調査により収

集した量的情報（生産量、貿易量）を加えることにより、

1900品目分類以上の製品・サービス間の物質連関を可視

化した。生産プロセスの国内の各地域と輸入のシェアな

どの情報収集には、各種の統計データを活用した。適宜、

産業連関表による環境負荷原単位の約400品目分類のデ

ータとのクロスチェックを行った。このことで、任意の

製品やサービスが、どこから、どういった素材や原料を

調達しているか、任意の原料・素材が、国内のどこで、

どういった製品やサービスに使用されているかといった、

サプライチェーンの追跡を可能にした。また、震災時な

どに起こる、ある製品の工場停止に伴うサプライチェー

ンの影響を、ナフサを事例に検討を行った。その結果、

直接的な生産量の低下に伴い、サプライチェーン全体で

の減産の影響が定量的に明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］サプライチェーン、リスク管理、LCA、

産業連関 
 

［研 究 題 目］地域分散型のエネルギーシステムへの移

行戦略に関する研究 

［研究代表者］歌川 学（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］歌川 学、小杉 昌幸 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地域分散型エネルギーシステムへの移行戦

略として、再生可能エネルギー普及、省エネ普及、電力

システム、経済、政策などに関し、理工系の研究者と社

会科学の研究者が協力し、多角的多面的に検討を実施す

る。産総研エネルギー技術部門では、主に省エネ技術の

普及（更新・改修など）や運用を通じた電力消費削減の

技術的検討を担当する。 

 平成24年度は、地域の電力および他のエネルギー（熱

利用、運輸燃料）の需給について、年間値について、電

力についてはピーク値等を含め、その構造・特徴につい

て検討、平成23年度需給の平成22年度以前の需給と比較

しての特徴についても検討し、他分野の研究者と議論を



研 究 

(682) 

行った。 

 また、地域での省エネ技術普及とその効果について、

全体管理に基づく削減可能性、実際の省エネ診断や対策

実績などをもとに検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］温暖化対策、省エネ対策 

 

［研 究 題 目］錯体水素化物における原子・イオン輸送

機構の解明－中性子散乱と陽電子消滅の

相補利用 

［研究代表者］榊 浩司（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中村 優美子、榊 浩司（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 水素貯蔵材料には作動温度が低く反応速度に優れた特

徴を有する水素吸蔵合金と、軽量かつ高密度という特徴

を有する錯体型水素化物が存在する。後者の代表例とし

て NaAlH4や LiAlH4などがあるが、これらは金属イオ

ン（Na+や Li+）と錯イオン（[AlH4]
-）から形成されて

おり、水素と Al が強い結合で結びついている。また、

水素放出反応速度も遅いという課題を有している。本研

究では中性子回折及び陽電子消滅その場観察を実施し、

空孔を含めた構造の乱れを評価し、空孔や欠陥の制御方

法を検討し、反応特性改善を目指している。 

研究計画： 

 上記目標を達成するにあたり、産総研では中性子回折

と陽電子消滅での相補的利用のための標準試料（Pr1-
xNi2および Y1-xNi2）の作製及び評価を行った。また、

第一原理計算から Pr1-xNi2および Y1-xNi2の構造最適化

にも取り組んだ。 

年度進捗状況： 

 中性子回折と陽電子消滅での相補的利用のための標準

試料として、Pr1-xNi2及び Y1-xNi2合金をアーク溶解・熱

処理にて作製した。熱処理後の試料は C15構造のユニッ

トセルの2×2×2のサイズを有した空間群 F-43m の構

造で、特定の Pr サイトが欠損している規則構造であっ

た。高温での X 線回折その場観察を用いて構造相転移

（規則－不規則変態）温度を評価した結果、228℃まで

X 線回折プロファイルに変化が見られなかった。263℃

で超格子ピークが消滅し、空間群 Fd-3m の C15構造に

相変態した。このことは特定の Pr サイトを占有してい

た空孔が他の Pr サイトにもランダムに占有するように

なったことを示している。したがって、空孔の占有状態

の異なる2種類の合金（空孔が規則的に占有した合金と

ランダムに配列した合金）を作製することに成功した。

第一原理計算により安定な構造の探索を行った。2×2×

2のサイズを有する F-43m の構造ではユニットセルあ

たりの原子数が192原子であるが、計算機の性能上192原

子の構造の計算はできない。そこで、C15構造のプリミ

ティブセルを2×2×2のサイズに拡張した48原子からな

る構造モデルを採用した。空孔周りの金属原子が空孔側

に構造緩和することで、構造が安定化されることが明ら

かとなった。これらの合金の中性子回折及び陽電子消滅

実験及び得られた構造モデルを用いた解析次年度以降に

行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素貯蔵材料、中性子全散乱、陽電子消

滅、構造解析、格子欠陥 

 

［研 究 題 目］MHz 級デトネーションエンジンの物理

機構解明：バルブ共振型と回転爆轟波型

エンジン 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、デトネーションエンジンの MHz 作動で

の理論上限モデルを構築すること、プラズマ理工学、可

視化技術を駆使したナノ秒オーダーでのデトネーション

開始に関する研究を行い、MHz 作動に適した開始方法

を解析すること、自律作動バルブと同軸管回転バルブを

組み合わせた10～100kHz 作動用の自律回転バルブの機

構を構築すること、回転爆轟型 MHz デトネーションエ

ンジン及びバルブ共振型 MHz デトネーションエンジン

の物理機構を実験、数値解析によって確認・解明するこ

とを研究目的とし、これらエンジンの実証試験機を製

作・テストし、デトネーションエンジンとしての実現性

を確認することを目標としている。 

 本分担研究では、プラズマ理工学、可視化技術を駆使

したナノ秒オーダーでのデトネーション開始に関する研

究を行う。特に、誘電体バリヤ放電（DBD）技術によ

るデトネーション開始の可視化研究として、水素－酸素

予混合気、及びバルブによる混合直後の予混合気に対し

て、DBD によって DDT 距離がいかに短縮されるかを

可視化する。 

 平成24年度は、空気中において、プラズマと中性流体

との相互作用に関して、シュリーレン法と組み合わせた

実験を行い、中性流体の乱流化現象について可視化実験

を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］デトネーション、ロケット、燃焼、プラ

ズマ、可視化 

 

［研 究 題 目］急速合体加熱と定常中性粒子ビーム加熱

を駆使した球状トーラスの限界ベータ検

証実験 

［研究代表者］榊田 創（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］榊田 創（常勤職員1名） 

［研究内容］ 

 本研究では、プラズマ合体を用いた超高ベータ球状ト

カマク（ST）と磁場反転配位（FRC）の生成に、産業
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技術総合研究所と東京大学の中性粒子ビーム入射（NBI）
装置0.75MW と0.3MW を組み合わせて、40%を超える

超高ベータ状態を100アルヴェン時間維持して第2安定状

態の ST の限界ベータと ST-FRC 境界領域の安定性を解

明することを目的としている。そこで、不安定の成長時

間より Sweet-Parker 時間の1/10以下で急速合体形成す

る超高ベータの圧力・電流分布を NBI で維持して、そ

の安定性を検証する実験を行う。ベータ限界を決めるバ

ルーニング（キンク）、電流駆動型キンク等の不安定と

磁気井戸とプラズマ流、壁による安定化効果との釣り合

いを検証する。リコネクションによる圧力・電流分布の

幅広い制御に加え、複数の NBI でプラズマ流の制御を

試み、限界ベータを人為制御できるかを実験的に明らか

にする。 

 本分担研究において平成24年度は、NBI 装置導入に

より流速分布を制御することにより、40%を超える超高

ベータ状態を数十マイクロ秒維持することを目標として、

ビーム引き出し条件の最適化試験、及び NBI 加熱・流

速駆動実験を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］プラズマ、中性粒子ビーム（NBI）、実

験室天文学、磁気再結合、太陽フレアー 

 

［研 究 題 目］錯体水素化物における原子・イオン輸送機

構の解明－中性子散乱と陽電子消滅の相

補利用 

［研究代表者］中村 優美子（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］中村 優美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、高性能な錯体系水素貯蔵材料開発のため、

中性子回折及び陽電子消滅のその場観測を実施し、空孔

を含む構造の乱れに着目した解析により、錯体水素化物

における原子・イオンの輸送機構を解明することを目的

とする。科研費研究代表者（高エネルギー加速器研究機

構・大友教授ほか）および榊研究員（エネルギー技術研

究部門；M10）との分担により研究を実施する。 

 まず、NaAlD4を合成し、水素化特性測定と中性子回

折による構造解析を行った。NaAlD4の収率は78%程度

で、NaD、Na3AlD6、AlD3が混在していた。水素放出

反応および再水素化反応を促進する TiCl3を加えた試料

の回折データをリートベルト解析したところ、Ti が Al
サイトの一部を置換している可能性および D が一部欠

損している可能性が示された。PDF（二体分布関数）

の予備解析では、ピークがかなりブロードになっており、

TiCl3の添加による明確な変化は確認できなかった。ま

た、重水素ガス雰囲気下での水素吸蔵・放出その場中性

子回折測定に成功した。詳細な解析は次年度以降に行う。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水素貯蔵材料、結晶構造、局所構造、格

子欠陥 

［研 究 題 目］省エネ用半導体の実現に向けたマクロ・

ナノ統合結晶成長法の構築 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー問題の解決策の一つである炭化珪素（SiC）

高機能半導体結晶は、化学量論的組成や結晶多型の問題

解決が喫緊の課題である。本提案は、過去40年にわたっ

て解決できなかった化学量論的組成および結晶多型が制

御可能な新規結晶成長法の提案と実証を行う。具体的に

は、結晶成長炉内の動的圧力制御による過飽和度の制御

法の開発や、従来全く議論されていなかった電気的特性

を決定する化学量論的組成を高精度数値解法によりこれ

を可能にすることが目的である。これにより、SiC の結

晶多型の精密制御と結晶中の化学量論的組成の精密制御

が可能になり、従来使用されてきたシリコンに代わるパ

ワーデバイス用半導体用結晶となりえる SiC 結晶育成

を実現する。平成24年度は研究分担者として、特に結晶

多形制御を決定するキーパラメータである表面エネルギ

ーの定量評価を行い、マクロ的結晶成長条件との相関関

係を検討した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］SiC、単結晶、結晶成長 

 

［研 究 題 目］超高密度パワーSOC（Supply on Chip）
用集積回路基板の検討 

［研究代表者］西澤 伸一（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西澤 伸一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会実現に向けて、化石燃料を燃焼するエネル

ギーから電力エネルギーへの転換が推進されている。こ

のような状況下、パワーエレクトロニクス技術はエネル

ギーの有効利用にかかわるキー技術である。パワーエレ

クトロニクス技術でキーとなる装置は電力変換装置であ

り、この電力変換装置は15年で1桁程度小型化してきて

おり、小型化された高効率な電力変換機器を多数用いて

より効果的に電力を有効利用することが重要となる。し

かしながら、電源の小型化は排熱の問題で限界に達する

ことが予想されており、本研究では、電源の究極の小型

化であるパワーSOC（Supply on Chip）を実現する一

環として、電源において重要な絶縁性を確保しつつ排熱

特性（良好な熱伝導性）を有するパワーSOC 用の基板

を開発することを目的とする。平成24年度においては、

ダイヤモンド層間膜を用いた場合の抜熱効果について定

量的な検討を行い、従来の SiO2膜と比較して高パワー

集積化が可能であることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］パワーエレクトロニクス、集積化、ダイ

ヤモンド、電力変換器 

 



研 究 

(684) 

［研 究 題 目］巨大振幅原子振動がもたらす新しい電子

相の動的分光法による研究 

［研究代表者］李 哲虎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］李 哲虎（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 近年、ラットリングと呼ばれる大きなかご型格子の中

に充填されたゲスト原子の振動モードが局所電荷揺らぎ

を誘起し、様々な異常物性の原因となっているのではと

考えられ注目を集めている。その振動モードの性質を明

らかにすることは新たな機能性材料の開発にも繋がり、

非常に重要である。本研究では中性子散乱を用いてかご

状物質のラットリング振動の性質を明らかにすることを

目的とする。 

 本研究では中性子非弾性散乱により、type-1クラスレ

ートの A8Ga16Ge30（A＝Ba, Sr）及び Ba8Ga16Sn30など

のフォノンを系統的に調べてきた。。その結果、これら

の物質いずれにおいても、低エネルギーの光学フォノン

（E＝2～5meV）が観測された。これらのゲストモード

は音響フォノンと anti-crossing しており、ゲストモー

ドが音響フォノンと強くカップルすることを示している。

解析の結果、ゲスト原子と周りの格子との結合力は極め

て弱いことが分かった。また、ゲスト原子の自由空間が

大きくなればなるほどゲストモードのエネルギーは低く

なる。これらから、大きなかご内で非常に緩く束縛され

た希土類原子が大きく振動しているという描像が明らか

となった。 

 以上のように我々は中性子非弾性散乱によりかご型物

質のラットリング振動の性質を明らかにした。これらの

知見は新しい高性能熱電材料の開発に繋がるものと期待

されている。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］熱電、強相関 

 

［研 究 題 目］CO2を作動媒体とする地中熱利用ヒート

ポンプの実験および数値解析による研究 

［研究代表者］遠藤 尚樹（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］遠藤 尚樹、Seghouani Lotfi 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、普及が促進されつつある地中熱利用ヒートポン

プの地中熱交換器部分はブラインを利用したシステムが

主流である。一方で、地中熱交換器内で作動媒体が直接

膨張或いは直接凝縮するシステム（以下直膨システムと

呼ぶ）は、ブラインシステムにおいて生じる作動媒体と

ブラインとの熱交換の際のエクセルギー損失がなく、ま

た、ブラインポンプが省略できる。現在主に使われてい

る作動媒体は、フロン系冷媒であるが、この冷媒は、地

球温暖化係数が問題となっており、これが無視できるよ

うな作動媒体を用いることが望ましい。本研究では二酸

化炭素を作動媒体としたシステムを対象に研究を行う。 

 地下に埋められたボアホールに直接 CO2を循環させ

る熱交換器を挿入する前の段階として、ブラインを用い

た方式について採熱量に関する数値シミュレーションを

行った。暖房や冷房の負荷によっては複数のボアホール

が必要とされる。垂直な複数のボアホールに設置された

U チューブに水（あるいはブライン）を直列に流す場

合、それぞれの暖房・冷房のシーズン中に、水を流す方

向を変えることにより、ブラインを流すボアホールの周

りの地中温度が均質化され、採熱や放熱に必要なボアホ

ールの長さを5～10%短くすることができることが明ら

かとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］ヒートポンプ、作動媒体、二酸化炭素、

地中熱、数値シミュレーション 

 

［研 究 題 目］大面積単結晶グラフェン膜の carpet-like
成長プロセスの研究 

［研究代表者］小田原 玄樹（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］小田原 玄樹（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 超平坦化処理を施した多結晶金属基板上に、大型単ド

メインのグラフェンが成長できることが我々の研究から

示され、そのカーペット成長プロセスや核発生メカニズ

ムの解析・制御を、低エネルギー電子顕微鏡や走査型電

子顕微鏡その場観察によって検討した。さらに各種多結

晶金属基板（Ni、Pt、Co、Pd 等）の炭素固溶度の差を

利用して、所望の大型単ドメイングラフェンの層数制御

を試みた。 

研究計画： 

 従来の研究では、金属としてグラフェンとの格子整合

が良い Ni を用いたが、平成24年度は、金属基板の種類

を広げて、Pt、Co、Pd 等にも超平坦化処理をして、そ

れぞれの基板でのグラフェン成長過程を解析した。特に、

各金属基板における炭素固溶度の差を利用して、所望の

グラフェン層数制御の可能性を検討した。 

年度進捗状況： 

 研究の結果、金属種によらず、単ドメインのグラフェ

ンが金属結晶粒界を乗り越えて連続的に成長することが

示された。また、炭素の固溶度が高い Ni、Co、Pd で

は室温まで基板を冷却するとグラフェンが多層化する一

方、固溶度の低い Pt では室温においても1層の領域が

保持され、金属基板の炭素固溶度・固溶量が層数制御の

重要なパラメータであることが示された。 

 また、超平坦化処理を施した多結晶 Ni 基板上での、

走査型電子顕微鏡によるグラフェン成長その場観察から、

グラフェン核発生は（111）グレインにおいて生じやす

いことが明らかになり、グラフェン核発生メカニズムの

解析・制御への足掛かりとなる可能性が示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］カーボン系薄膜、界面、真空 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(685) 

［研 究 題 目］制度を媒介とした持続可能な発展と主観

的福祉のリンケージ 

［研究代表者］西尾 匡弘（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］西尾 匡弘、時松 宏治 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

2009年に提示されたスティグリッツらのレポートでは、

GDP に変わる指標群が模索される中で、主観的福祉（幸

福等）と経済発展とその持続可能性は区別した上で、それ

ぞれの指標で分析することが推奨された。両者の区別を明

確にすることは重要であるが、同時にこれらは本来密接に

関連しており、スティグリッツらの問題提起を更に進める

ためには、それらを貫く理論、すなわち幸福に代表される

主観的な福祉（生活の質）を考慮に入れた持続可能な発展

の理論と実証が求められている。 

本研究全体では、持続可能な発展の視点から、幸福など

の主観的福祉（生活の質）と財的資本基盤の持続性との関

係および両者の媒介項を解明することを目的とする。ダス

グプタらの研究によると、持続可能性を生産基盤としての

「包括的富（inclusive wealth）」をもとに測り、これが減

少していないことが持続可能性の条件であるとされてき

た。富とは、人工資本、人的資本、自然資本、さらには知

識など無形資本も含む生産的基盤を、社会的限界価値を表

すシャドウプライスで評価し合計したものである。産総研

では、従来から開発してきた統合評価モデルを用い、政策

効果などの分析を念頭に置いた将来推計を担当している。 

本年度は、エネルギー技術、鉱産物資源、環境影響評

価、土地利用、マクロ経済などを明示的に考慮した統合

評価モデルを用いて、持続可能性の推計する方法の検討

を実施した。温暖化抑制シナリオとの関係で、将来の持

続性を評価可能にするなど、持続可能性の推計方法が大

幅に改善することが期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］持続可能性、資源環境、環境政策、経済

指標 

 

［研 究 題 目］微細構造による蓄熱材の過冷却度制御の

研究 

［研究代表者］平野 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］平野 聡（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー有効利用の観点から、物質の相変化を利用

して高密度かつ高有効熱エネルギー効率で蓄熱可能な技

術の重要性が高まっている。相変化蓄熱材の過冷却度を

能動的に制御できれば、貯蔵された熱の抽出が需要に応

じて可能な高効率蓄熱・熱利用システムを実現すること

ができる。そこで、微細構造を持つ材料の介在が相変化

蓄熱材候補物質の最大過冷却度に及ぼす影響を調べる実

験を行った。また、相変化蓄熱材を機能的に利用するた

めの設計データとして、高融点の相変化蓄熱材候補物質

の物性の温度依存性を調べる実験を行った。 

 蓄熱材候補物質には、無機化合物として燐酸水素二ナ

トリウム十二水和物（融点36℃）を、また有機化合物と

してスレイトール（融点87℃）を使用した。実験の結果、

微細な孔を持つ材料での発核促進効果は確認できなかっ

た。また、超音波振動の付与により、最大過冷却度が

数℃程度は小さくなることを確認できた。過冷却状態を

含むスレイトールの密度、比熱、熱伝導率の温度依存性

を調べた結果、液相比熱は同温度の水の液相比熱の60～

72%に相当し、熱容量を顕熱蓄熱として有効活用できる

可能性があること、粘性係数は過冷却状態において温度

低下とともに急激に高まる傾向にあること、粘性係数の

温度依存性が他の物性に比べて強く、対流熱伝達への影

響が大きいことなどを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］蓄熱、過冷却、核生成、表面・界面物性 

 

［研 究 題 目］電力系統の特性を詳細に模擬した新しい

エネルギーシステムモデルの開発 

［研究代表者］益田 泰輔（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］益田 泰輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、風力発電や太陽光発電などの再生可能エ

ネルギー電源が大量に導入され、それに伴う新しい電力

系統技術である、再生可能エネルギー電源の出力予測技

術、蓄電池などの系統安定化技術、スマートメーターを

用いた需要側制御技術などが利用される将来の電力系統

の特性を詳細に模擬した新しいエネルギーシステムモデ

ルを開発することを目的としている。モデルは利用実績

の高いエネルギーシステム分析モデル MARKAL
（Market Allocation）の機能を拡張することで設計し、

新しいモデルを用いてシナリオ分析を行う。 

平成24年度は、MARKAL の多時間帯化に取り組み、

発電機の変化率および調整力を考慮することで電力系統

の需給制御を模擬し、平日・休日・特異日（低負荷日ま

たは高負荷日）を考慮して1日24時間断面（1断面＝1時

間）での分析が可能なモデルを作成した。作成したモデ

ルでは従来のように設備量と設備利用率の単純な積で太

陽光発電や風力発電などの発電電力量を計算するのでは

なく、出力の時間変化も考慮することができる。さらに、

電気式給湯機器による電力需要制御も考慮できるようモ

デルを拡張した。また、モデルを用いたシナリオ分析も

行い、電気式給湯機器による電力需要制御が、太陽光発

電の導入量に影響を及ぼす場合があることを確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］電力工学、再生可能エネルギー、地球温

暖化排出ガス削減、蓄電デバイス、エネ

ルギー全般 

 

 



研 究 

(686) 

［研 究 題 目］中性子散乱による鉄系超伝導体のスピン

揺動の研究 

［研究代表者］李 哲虎（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］李 哲虎、木方 邦宏 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 2008年に新型超伝導体 LaFeAsO1-xFx が発見されたの

を契機に鉄系超伝導が一躍注目を浴びるようになった。

現在、超伝導転移温度は Tc＝56K にまで達しているが、

この高い Tc を単純な BCS 理論で説明することは難し

い。超伝導の発現機構解明に向けた研究が現在盛んに行

われている。 

 本研究では主に中性子散乱を用いて、鉄系超伝導体の

結晶構造及び素励起を調べることにより、超伝導の発現

機構解明を目指している。これまでの研究により、我々

は結晶構造と Tc の間に強い相関関係があることを見い

だしている。その結果に基づき、Tc をさらに上げるた

めの戦略も提案している。本研究ではまた、中性子散乱

実験に必要な大型単結晶を数多く作製している。我々は

作製が難しいとされているアルカリ金属元素を含有した

単結晶の作製にも成功している。これらの単結晶を用い、

中性子非弾性散乱実験によりスピン励起と超伝導の相関

関係を調べている。その結果、磁性と超伝導に強い相関

関係があることが明らかとなりつつある。現在、超伝導

の機構解明に向けてさらなる研究を進めているところで

ある。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］超伝導、中性子散乱 

 

［研 究 題 目］不凍タンパク質の融解抑制機能の発現 

［研究代表者］稲田 孝明（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］稲田 孝明、富田 博之 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 不凍タンパク質（AFP）は、平衡融点以下のある温

度域（FH：freezing hysteresis）で、水溶液中での氷

の成長を完全に抑制する機能を持つことで知られる。一

方、AFP による氷の融解抑制も古くから認識されてお

り、平衡融点以上で氷の融解が完全に抑制される温度域

（MH：melting hysteresis）も確認されている。しか

し、これまでに検出された MH は、FH と比べて1～2

桁も小さい。本研究では、本質的な MH は負結晶中

（水溶液が結晶に囲まれた系）でのみ測定可能だという

仮説のもと、実際に負結晶中で MH を測定し、FH と

同じオーダーの MH を検出することを目的としている。

平成24年度は、まずは測定に最適な負結晶作成の条件を

検討しつつ、MH の検出を試みた。10mm 程度の大き

さの円柱形の単結晶氷内部に注射針を挿入して、真空ポ

ンプで減圧し、温度と圧力を最適化して結晶を内部から

昇華させることで、六角柱状の負結晶を作成することが

できた。水溶液を注入する前であれば、観察によって負

結晶の六方晶系の結晶軸の特定は可能となっている。さ

らに負結晶中に AFP 水溶液を注入して MH の検出を試

みたが、今のところ有意な MH の検出にはいたってい

ない。水溶液注入後の結晶融解・成長を測定するための

局所的な温度制御の方法や、水・氷界面の観察方法に課

題が残っており、次年度に向けて実験手法の再構築や装

置の改良が必要となっている。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］氷結晶、タンパク質、融解 

 

［研 究 題 目］高強度超短パルスレーザーによって駆動

された電離波の構造と安定性に関する理

論的研究 

［研究代表者］加藤 進（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］加藤 進（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高強度レーザーを用いた粒子加速や高速点火核融合で

は、レーザーとターゲットとの相互作用によって発生し

た大電流密度の高エネルギー電子ビームが中性媒質中を

伝播する。この時に生成される電場によって中性媒質は

急速に電離する。プラズマが生成されると、その分極に

よって静電場は遮蔽される。一方、プラズマが加熱され

ることにより、衝突過程による電離が進む。このような

過程で、中性媒質からプラズマへの遷移過程で励起され

た電離波が、プラズマへの発展を支配し、最終的な粒子

のエネルギー、量、品質を決定する大きな役割を担って

いる。本研究の目的は、このようなプラズマ生成すなわ

ち電離過程に伴う複雑な現象を理解することである。 

 本研究では、高エネルギー電子の伝播と電離波を記述

する運動論に基づいたモデルを構築し、シミュレーショ

ンによる電離波の構造、安定性、及びその高エネルギー

電子伝播への影響を解明する。 

 大電流電子ビームが中性媒質中を伝播することによる

電離面の形成では、電子ビームによる直接衝突電離、背

景電子による衝突電離、電場による直接電離過程が重要

となる。電離の素過程として、静電場による直接電離に

は Landau モデル、背景電子による衝突電離には放電

モデルで広く利用される Boltzmann 方程式に基づくモ

デルを用いることにより、電離波面の1次元的な構造を

背景物質の電離係数と衝突周波数のみに依存する形で決

定した。この1次元解に対する安定性解析を行った。そ

の結果、この解は不安定であり、その成長が問題となる

長さはおよそ1µm であることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］プラズマ、核融合、粒子加速、高エネル

ギー電子、原子・分子物理、電離過程、

高強度レーザー 
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［研 究 題 目］レーザープラズマ加速電子線を用いたフ

ェムト秒 X 線パルス生成と時間分解 X
線回折応用 

［研究代表者］三浦 永祐（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］三浦 永祐、黒田 隆之助（計測フロン

ティア研究部門）、豊川 弘之（計測フ

ロンティア研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、レーザープラズマ加速（高強度レーザーパ

ルスとプラズマの相互作用を利用した電子加速）により

得られるフェムト秒電子線パルスとフェムト秒レーザー

パルスを相互作用させ、レーザーコンプトン散乱を用い

たフェムト秒 X 線源を開発することを目的としている。

レーザーコンプトン散乱 X 線の光子エネルギー、光子

数等の特性を評価し、発生光子数増強等、X 線源の高度

化を行う。また、フェムト秒 X 線パルス発生を実証す

ると共に、フェムト秒 X 線パルスを用いた高速現象観

測への応用を示す。 

 発生 X 線の光子エネルギー等の特性を評価するには、

X 線分光器が必要である。レーザーコンプトン散乱で発

生する1～100keV の広いエネルギー領域の X 線を観測

するため、2種類の分光器を設計し、完成した。1～

10keV 領域の観測用に、透過型回折格子分光器を作製

した。また、10～100keV 領域の観測用に、α－石英の

湾曲結晶を用いたラウエ型結晶分光器を作製した。検出

感度の評価を行い、1ショットあたり107個の X 線光子

数が得られれば、透過型回折格子分光器では1ショット

で、ラウエ型結晶分光器では10ショット程度の重ね撮り

で X 線スペクトルの取得が可能であることを明らかに

した。 

 レーザーコンプトン散乱 X 線の発生光子数を増強す

るには、電子線パルスの電荷量増強が必要である。レー

ザープラズマ加速電子線の電荷量増強のため、ヘリウム

に微量の高原子番号ガスを混入したガスジェットを用い、

高原子番号ガスから多量の被加速電子を供給する手法が

有望である。この手法等を用い、電荷量の増強等、電子

線を高度化するため、レーザーとプラズマの相互作用を

記述するシミュレーションコードを整備し、実験条件最

適化のための解析に着手した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、計測・計量標準 

［キーワード］高出力レーザー、プラズマ、量子ビーム、

レーザープラズマ加速、レーザーコンプ

トン散乱、フェムト秒 X 線パルス 

 

［研 究 題 目］電子とのハイブリッド加速を用いたレー

ザー陽子ビーム生成 

［研究代表者］三浦 永祐（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］三浦 永祐（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、レーザープラズマ電子加速（高強度レーザ

ーパルスとプラズマの相互作用を利用した電子加速）に

より得られる高エネルギー電子ビームを用いたレーザー

陽子ビーム生成の新手法の原理を実証することを目的と

している。本手法ではレーザープラズマ電子加速により

得られる電子を陰極としてレーザー照射薄膜ターゲット

裏面との間に電場を形成し、薄膜から発生する陽子を加

速する。 

 薄膜ターゲットにレーザーパルスを照射し、被加速陽

子が発生する条件を調べた。厚さ3µm のアルミニウム

薄膜に波長800nm、エネルギー300mJ、パルス幅60fs の

レーザーパルスを入射角度45°で集光照射し、陽子ビー

ムを発生した。最高エネルギーが1MeV を超える陽子発

生を観測し、発生陽子数は1パルスあたり107程度と見積

もられた。 

 波長800nm、エネルギー700mJ、パルス幅40fs のレー

ザーパルスをガスジェットに照射し、レーザープラズマ

加速で高エネルギー電子ビームを発生する。これに同期

し、電子ビーム進行方向前面に設置された厚さ3µm の

アルミニウム薄膜に波長800nm、エネルギー150mJ、パ

ルス幅100fs のレーザーパルスを入射角度45°で集光照

射し、本研究で提案するレーザー陽子ビーム生成実験を

実施した。しかし、高エネルギー陽子ビームは観測され

なかった。原因として、薄膜ターゲットを照射するレー

ザーのパワー不足のため被加速陽子が発生できなかった、

2レーザーパルスの同期精度が不十分であった等が考え

られる。これらを解決するため、レーザーの高出力化、

照射装置の改造、プラズマならびにビーム診断法の改良

を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］高出力レーザー、プラズマ、量子ビーム、

レーザープラズマ電子加速、レーザー陽

子ビーム生成 

 

［研 究 題 目］水素貯蔵材料の表面酸化による弾性作用

の発現と水素貯蔵温度の低下メカニズム

の解明 

［研究代表者］松本 愛子（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］松本 愛子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

マグネシウム水素化物 MgH2 の水素貯蔵量は

7.6mass%と高く、水素貯蔵材料として注目されている

が、実用化のためには水素との反応温度の低下が求めら

れる。水素貯蔵材料の反応温度は、材料のナノサイズ化

や表面皮膜による弾性作用によって低下する可能性が示

されている。そこで、直径がナノオーダーの MgH2ファ

イバーを合成し、その表面を酸化し酸化皮膜を形成させ

ることにより弾性作用を発現させれば、反応温度の低下

が可能であると考えられる。本研究では、MgH2ファイ

バーの表面に酸化皮膜を形成させ、その水素貯蔵特性を
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評価することによって、酸化皮膜の厚さと水素貯蔵特性

との相関を明らかにすることを目的とした。また、水素

貯蔵放出の前後や反応過程における試料を観察し、反応

メカニズムを解明することを目指した。 

まず直径数百ナノメートル～数ミクロンの MgH2ファ

イバーを気相合成によって作製し、これらを空気に曝露

したのち加熱することによって酸化皮膜を形成させた。

それらの水素貯蔵特性を測定したところ、弾性作用の効

果について再現性がとれなかった。試料を観察したとこ

ろ、水素を吸蔵・放出する過程でファイバー形状が保た

れず、微粒子状に分解していた。これまでの研究では、

弾性作用が生じた試料はファイバー形状を保ち、酸化膜

と密着していた。このことから、微粒子状の試料は皮膜

との接着力が小さいために分解し、弾性作用を生じなか

ったと考えられる。酸化皮膜の密着性・緻密性を高める

取り組みが必要であるため、今後進めていく予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水素貯蔵材料、マグネシウム 

 

［研 究 題 目］フェロアロイを用いた V 系水素貯蔵材

料の創製と貯蔵水素の挙動の解明 

［研究代表者］浅野 耕太（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］浅野 耕太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 燃料電池車の本格普及に向けて、現在開発が進められ

ている水素貯蔵材料に体心立方（BCC）構造をもつ V
基合金がある。BCC 合金の開発には、量産には向かな

い高コストの高純度 V 金属素材が用いられることが一

般的である。本研究では、高純度 V に比べて酸素およ

び鉄などの不純物元素濃度は高いが、コストが低いフェ

ロバナジウムをベースとした合金開発を行う。固体核磁

気共鳴（NMR）および X 線実験などを駆使して、作製

した合金あるいはその水素化物の結晶構造、水素の占有

サイトおよび拡散挙動に不純物元素が及ぼす影響を解明

する。得られる結果を基に合金作製方法を検討して、実

用に適した水素吸蔵放出性能をもつ合金の開発を目指す。 

研究計画： 

 はじめに、酸素濃度および鉄濃度が異なる種々の V
金属素材を購入あるいは作製して、それらの水素吸蔵放

出性、水素化物中の水素の占有サイトおよび拡散挙動な

どを解明する。得られる知見より合金の組成および金属

組織等を最適化して、フェロバナジウムベースの水素貯

蔵材料を試作する。 

年度進捗状況： 

 平成23年度は主に不純物酸素濃度が V の水素吸蔵放

出性に及ぼす影響を明らかにした。その結果、酸素濃度

が約3000～4000mass ppm 以上になると、水素吸蔵量が

大幅に減少することと、水素化物中の水素の拡散が遅く

なることが分かった。24年度には、その不純物酸素によ

る V の水素吸蔵量の減少は、本来2水素化物が単相で生

成するような水素圧力下でも、酸素濃度が高まると2水

素化物相の他に体心正方格子がひずんだ1水素化物相に

近い構造の水素化物相も生成することによることが明ら

かになった。また23年度に、市販のフェロバナジウムに

は Al あるいは Si も数%のオーダーで含まれることが分

かったため、24年度は Al が V の水素吸蔵放出性に及ぼ

す影響を調べた。その結果、Al を V に添加すると、水

素吸蔵量が減少すること、2水素化物が生成する平衡水

素圧力が上昇することがそれぞれ分かった。V の1水素

化物中で水素は体心正方格子の八面体サイトを本来占有

するが、Al 添加により水素は四面体サイトにシフトす

ることが分かった。現段階ではこの水素のサイトのシフ

トが、V の水素吸蔵反応および水素吸蔵量の減少に影響

を及ぼしたものと推察される。また、V の1水素化物中

の水素の拡散は Al 添加により速くなることが明らかに

なった。 

今後は、本研究の本題である Fe が V の水素吸蔵放出

性に及ぼす影響について詳細を調べると共に、フェロバ

ナジウム基の水素貯蔵材料の開発を継続して目指す予定

である。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］水素エネルギー、水素貯蔵材料、固体核

磁気共鳴（NMR）法、フェロアロイ 

 

［研 究 題 目］燐光寿命を利用した気体流れの温度速度

相関計測 

［研究代表者］染矢 聡（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］染矢 聡，坂田 藍美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では燐光粒子の燐光寿命（明るさの時間変化）

を利用し、1台の紫外線レーザーと高速度カメラで、共

通の画像から任意の作動流体（空気、水、油など）の温

度と速度を二次元高精度同時計測する手法を確立する。

燐光寿命に基づく温度測定では、粒子の移動を考慮し、

これまでより適用可能範囲を広げる。加熱気体流れの基

礎実験に適用し、温度精度±0.5℃、時間分解能100µs
を達成する。また、シミュレーション画像を利用して精

度評価を行う。  

  これらの研究目的達成に向けて、平成24年度は可視化

エンジン実験を行った。まず、燃焼条件を含む壁面温度

分布計測を実施し、薄膜熱電対との比較により、適用可

能性について検討するとともに、吸気圧等エンジン運転

条件と壁面温度との関係を明らかにした。これにより蛍

光体を筒内で利用可能であることも明らかとなったため、

非燃焼時の筒内ガスの温度速度同時計測実験を行った。

その結果、開発手法の適用可能性について、速度分布に

ついては通常の PIV 同様の結果が得られること、温度

分布についても定性的には筒内ガスの温度を反映してい
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ることが H24年度までにわかった。 

900℃まで昇温可能で光学計測に適用可能な高温加熱

炉を作成し、低温から高温までの広範囲にわたり、燐光

物質のスペクトルや寿命など光学特性と温度との関係を

特性データベースにまとめた。光学物性情報取得の際に

は燐光物質を固定することが不可欠であるため、燐光物

質の固着方法の影響についても明らかにした。 

研究目的達成に向けて可視化エンジン試験を終えて成

果発表を行った。また、低温から高温までの広範な温度

条件におけるトレーサー物質の光学的特性を明らかにし

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］可視化、温度分布、蛍光 

 

［研 究 題 目］原子クラスターの形態を制御した硫化物

熱電材料の開発 

［研究代表者］太田 道広（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］太田 道広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

未利用のまま棄てられている膨大な量の熱エネルギー

を有効利用できる技術として、熱電変換材料に大きな期

待が集まっている。本研究では、モリブデン（Mo）と

硫黄（S）から成る原子クラスターを基本構造として持

つモリブデン硫化物に注目し、原子クラスターとその間

に存在する空隙の形態を制御することで、優れた熱電変

換特性を発現させることを目的とした。本年度は、カリ

ウム（K）と銅（Cu）を空隙に充填したモリブデン硫

化物の高品質焼結体を作製し、室温から800K の温度範

囲で熱電変換特性を評価し、熱電変換材料として相応し

いモリブデン硫化物の形態を検討した。 

昨年度開発した合成プロセスを用いて、①原子クラス

ターがつながった Mo6S6一次元チェーンが基本構造の

K3.00Mo6S6 、 ② Mo6S8 ク ラ ス タ ー が 基 本 構 造 の

K1.10Mo6S8.2と Cu4.00Mo6S8、③Mo9S11クラスターが基本

構造の K2.15Mo9S11、④Mo6S8と Mo9S11クラスターが基

本構造の K1.85Mo15S19の単相で緻密な高品質焼結体の作

製に成功した。優れた熱電変換材料には、低い格子熱伝

導率と高い熱電出力因子が求められる。我々は、原子ク

ラスターが基本構造の K1.10Mo6S8.2、Cu4.00Mo6S8、

K2.15Mo9S11、K1.85Mo15S19の格子熱伝導率が、原子一次

元チェーンが基本構造の K3.00Mo6S6のそれよりも低いこ

とを見出した。さらに、同じ Mo6S8クラスターが基本構

造のモリブデン硫化物において、Cu4.00Mo6S8の熱電出

力因子が、K1.10Mo6S8.2のそれよりも高いことを明らか

にした。これらの結果から、原子クラスターを基本構造

に持ち、その間の空隙には Cu に代表される遷移金属が

充填されていることが、熱電変換材料として相応しいモ

リブデン硫化物の形態であるという結論に至った。今後、

本研究で得られた知見を基に、モリブデン硫化物の研究

開発を加速することで、高い熱電性能指数が得られると

期待される。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］金属物性・材料、環境材料、エネルギー

材料、熱電変換材料、電子・熱物性、金

属・資源生産工学、廃熱利用、未利用熱

エネルギー活用 

 

［研 究 題 目］固体電気化学を基盤としたイオンによる

磁気特性の可逆制御 

［研究代表者］大久保 將史（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］大久保 將史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、集積型錯体における機能性として、光・圧力・

ゲスト分子等の外部刺激による磁気特性の制御が盛んに

研究されている。特に、イオン拡散チャンネルと電子伝

導経路を併せ持つ配位高分子は、固体電気化学的イオン

脱挿入に伴うホスト構造の酸化還元反応と、それに伴う

磁性を含めた様々な物性のスイッチング現象を示すこと

が期待される。本研究では、イオンと電子の混合伝導性

を示す配位高分子の開発を行い、磁性制御を実現する。

また、ホスト構造中におけるゲストイオンのダイナミク

ス、イオンと共に注入されるスピンのホスト構造中での

状態を解析することで、配位高分子における固体電気化

学という学術的基盤の確立を目指す。平成24年度におい

ては、古典的シアノ架橋配位高分子であるプルシアンブ

ルー類似体を用いて、Li+と同時にホストに挿入される

電子が Fe サイトをランダムに占有すると仮定した固溶

体モデルにおいて、磁気的相互作用を分子場（平均場）

近似して求めた低温における磁化の温度依存性は、実験

結果と良い一致を示した。また、モデルから予想される

磁気転移温度の Li+挿入量依存性も実験結果と良く一致

し、定量的な固体電気化学反応による磁気特性の可逆制

御に成功した。また、オクタシアノ錯体を基本ユニット

とした電気化学的イオン脱挿入可能なシアノ架橋配位高

分子ホストの開発を行い、全率固溶のリチウムイオン挿

入脱離、ナトリウムイオン挿入脱離が可能であることを

示した。また、スピン状態変化を利用して、フェリ磁性

と常磁性のスイッチングを達成した。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］2次電池、電気化学、磁性材料 

 

［研 究 題 目］リチウム電池用電極材料の二相共存反応

における核発生と相境界移動メカニズム

の解明 

［研究代表者］大久保 將史（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］大久保 將史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 省エネルギー・地球温暖化対策に資する分散型エネル

ギーネットワーク構築のキーテクノロジーである高性能

2次電池として、リチウムイオン2次電池の開発が期待さ
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れている。本研究では、2相共存反応を示す電極材料に

おける電気化学反応メカニズムの解明を目指す。 

 平成24年度においては、2相共存反応を示す LiFePO4

におけるポテンシャルステップ印加後の電流応答を解析

するためのモデル開発を行い、特に、Scharifker-Hills
モデルを応用することで実測データの再現が可能である

ことを示した。このことは、微視的な核発生メカニズム

を理解する上で非常に重要であり、様々な材料系へのモ

デル応用を行う必要性が示唆される。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］2次電池、正極材料、ナノ材料 

 

［研 究 題 目］水蒸気由来水素による水素化を伴う重質

油からの軽質燃料油製造技術の開発 

［研究代表者］麓 恵里（エネルギー技術研究部門） 

［研究担当者］麓 恵里（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有限な石油資源の有効活用のため、石油精製過程で副

生する常圧・減圧残油等の重質油から軽質燃料油を製造

する技術開発が求められている。重質油を分解して軽質

燃料油へ転換する際、軽質燃料油を貯蔵・輸送する際の

固形物の生成を防ぐために二重結合の生成を抑制するに

は、水素の添加が有効である。しかし水素は高価である

ため、本研究では水蒸気を水素源として利用する重質油

の軽質化について検討した。ジルコニアとアルミナを含

む酸化鉄触媒による常圧残油の接触分解を大気圧、

475℃で行った結果、ガソリン、灯油、軽油等の軽質油

と二酸化炭素が生成する。本反応では、酸化鉄の格子酸

素を介して水蒸気由来の酸素種が重質油と反応し、軽質

油と二酸化炭素が生成する。同時に水蒸気から水素種が

生成し、水素種の一部は気体炭化水素や硫化水素へ添加

される。さらに残りの水素種が軽質油へ添加されれば、

二重結合の生成が抑制され、軽質油の安定化が期待され

る。 

 そこで、モデル化合物としてドデシルベンゼンの分解

を常圧残油の場合と同様の方法で行った。ドデシルベン

ゼンは分解され、主に芳香族化合物が生成した。窒素雰

囲気下に比べ、水蒸気雰囲気下での反応では、スチレン

に対するエチルベンゼンの生成割合が増加した。従って、

水蒸気由来の水素種が炭化水素へ供給され、二重結合の

生成が抑制されたと考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］重質油、水蒸気、酸化鉄触媒 

 

［研 究 題 目］インドにおける医薬品及び薬剤耐性菌環

境汚染調査 

［研究代表者］山下 信義（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年度に引き続き、インドにおけるサンプルの採集と

予備的分析を行った。今年度は、インド南部 Manipal
大学のカウンターパートと連携し、ケララ州を中心にイ

ンド南部の河川水と下水サンプル約80検体を採集した。

採集した試料の一部は現地で抽出、残りは日本へ輸送し

た。医薬品汚染調査では、HLB カートリッジを用いて

水サンプルからの固相抽出を行った。抽出物を日本に持

ち込み、HPLC/MS/MS により、スルファメトキサゾー

ル（SMX）、トリメトプリム（TMP）、クロラムフェニ

コール（CHL）、エリスロマイシン（ERY）、エリスロ

マイシン-H2O（ERY-H2O）の定量を行った。薬剤耐性

菌汚染調査では、水サンプルからキット（NucleoSpin 
Soil）を用いて DNA を抽出し、それらをテンプレート

として NDM-1を含むβラクタマーゼ遺伝子の PCR 検

出を行った。 

 昨年度行った現地調査の結果、試料にグリセリンを

20%添加し、冷凍保存する事で細菌類を生きたまま長期

保存できる事が判明した。これを利用することでサンプ

リング毎の分析だけでなく、時系列的なスペシメンバン

クを作成する事が可能になった。 

 残留化学物質の毒性評価では、乾固した水サンプルの

沈渣をジクロロメタン（DCM）を用いて抽出した。抽

出物は濃縮後、C18 SPE カートリッジを用い分画した。

画分を窒素ガス雰囲気下で乾固し、DMSO に再溶解し

て豚初代培養肝細胞に添加し、24時間後に RNA を抽出

した。薬物代謝酵素シトクロム P450ファミリーの

CYP1A1遺伝子の発現を RT-PCR で検出した。抽出物

を豚初代培養肝細胞に添加したところ、CYP1A1遺伝子

が誘導されることから、サンプル中にアリル炭化水素受

容体アゴニスト活性が存在することを示唆する成績と考

えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］薬剤耐性菌、医薬品汚染、インド 

 

［研 究 題 目］海洋化学トレーサの組み合せによる南大

洋における人為起源二酸化炭素吸収量の

見積り 

［研究代表者］山下 信義（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］山下 信義、谷保 佐知、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的は、南極大陸をとりまく南大洋にお

ける、人為（化石燃料）起源二酸化炭素（CO2）の吸収

能力をより正確に評価することである。海洋における人

為起源 CO2吸収量は大気中 CO2濃度の上昇にともなう

地球温暖化予測に必要不可欠な情報であるが、限られた

観測データによるその見積りには大きな不確かさが含ま

れる。特に広範な南大洋における吸収能力はその重要性

が指摘されつつも、これまでに得られている解析結果間

の差異は大きい。本課題では、溶存無機 CO2濃度増加
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から直接人為起源 CO2増加量を求めるだけでなく、海

洋化学トレーサと呼ばれる炭素14、セシウム137、フロ

ンガス、人工フッ素化合物を同時に測定することで、南

大洋における人為起源 CO2増加量の見積りの確度を上

げ、同海域におけるその吸収能を評価することを目的と

する。 

MR12-05で採集した外洋海水試料を分析した結果、

西部太平洋の海域で PFASs 類を検出し、外洋海洋循環

に関する知見を得る事に成功した。次年度は、（独）海

洋研究開発機構の「みらい」航海 MR13-06航海（H25

年9-10月）に参画し、本研究に用いる海水試料採取、船

上でのデータ取得をほぼ予定通りに実行することができ

た。特に PFASs の外洋海水分析法の信頼性を向上させ

るために従来使用されている WAX カートリッジの最適

化実験を行う事で PFASs の外洋海水分析に特化した分

析法を開発する事に成功した。この方法を用いて次年度

予定する北極海航海で試料採集・分析を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］気候変動、海洋科学、地球化学、地球変

動予測、環境分析 

 

［研 究 題 目］選鉱・製錬技術を用いた2次電池からの

レアメタルの分離と回収 

［研究代表者］古屋仲 茂樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］古屋仲 茂樹、藤木 由美子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 リチウムイオン電池やニッケル水素電池は EV や

HEV のような自動車に用いられる2次電池である。金

属資源はエネルギー資源とは異なり、使用後も製品の形

として残っている。レアメタル資源の偏在性や資源ナシ

ョナリズムのために日本ではレアメタルの確保を強く求

められている。本研究では選鉱技術を駆使して2次電池

からレアメタルをリサイクルするプロセスを開発するこ

とを目的とする。本研究は関西大学環境都市工学部芝田

研究室との共同研究であり、当所が粉砕・物理選別工程

を、関西大学が湿式処理によるレアメタル回収工程をそ

れぞれ担当している。 

 2次電池を酸化状態で焼成して、安全に粉砕処理でき

るようにした後に、衝撃力、せん断力、切断力などの異

なる作用力を有する2軸剪断機と衝撃粉砕機で粉砕処理

して、焼成条件と粉砕・分級後の粒度分布と電池成分の

組成の変化を調べ、500℃焼成で2軸剪断機と衝撃粉砕機

を使用して粉砕するのが適切であることを明らかにした。

1.00～5mm の目開きのふるいで板状や箔状の物質をふ

るい上に残し、これに磁力選別を組み合わせて、

+3.35mm、 3.35-1.68mm、1.68-1.00mm、 -1.00mm
に区分して組成を調べたところ、-1.00mm の産物には

Co と Li が99.5%と99.6%の回収率で分離回収できるこ

とが明らかになった。1.00mm 以上のふるい上産物に

は Fe や Cu や Al が高い回収率で濃集した。粉砕・物

理選別工程における初期の目標を達成することができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、二次電池、レアメタル、粉

砕、分離、回収 

 

［研 究 題 目］Molecular-Net Sieving の提案と超薄膜

分離膜の創製 

［研究代表者］都留 稔了（広島大学） 

［研究担当者］伊藤 賢志（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 分離困難な各種気体および液体分離プロセスの省エネ

化の可能性を探るため、ナノメートルスケール構造を制

御したアモルファスシリカネットワークを成長させるこ

とでシリカ分離膜を形成し、その構造を評価する。本年

度は、正ケイ酸エチルとヘキサメチルジシロキサンを用

いて有機シリカ複合薄膜をプラズマ化学気相堆積法によ

り作製し、低速陽電子消滅法でナノ構造を調べ、組成及

び熱処理により空孔サイズが制御できることを明らかに

した。これらの成果は異なる構造を有する有機シリカ複

合薄膜を作製するためにプラズマ重合と熱処理温度の各

条件の最適化ができたこと、また、薄膜中の細孔サイズ

を計測するための低速陽電子ビーム照射条件を見いだし

たことによる。今後は低速陽電子ビームの生成条件に合

わせた標準多孔質薄膜を作製することにより信頼性の高

い空孔サイズ解析技術の確立をめざす。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子消滅、空孔、分離膜 

 

［研 究 題 目］放射光軟 X 線を用いて誘発した ATP の

分子変異の誘発による生物効果の制御 

［研究代表者］藤井 健太郎（日本原子力研究開発機構） 
［研究担当者］藤井 紳一郎、加藤 大（バイオメディ

カル研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

生体内で最も一般的な分子の一つであるアデノシン三

リン酸（ATP）に量子ビームを用いて特異的な分子変異

を導入し、様々な生物効果を制御することが本研究の目

標である。化学反応を制御することは、量子ビーム科学

の最も重要な課題の一つであり、とりわけ生体内での生

物効果について、生体内分子を介して制御可能となれば、

生体機能の解明だけではなく、薬剤的応用にも繋がる重

要なテーマである。本研究の目標を達成するために、

ATPの物理化学的特性について特に分析化学的見地から

解析を進め、特異的な分子変異について定量的な評価を

行う。得られた化学的特性について、研究グループ内で

生物学的活性評価を行う研究担当者らが得た知見と比較

検証することによって、ATPの分子変異による生物効果

の制御性を検証する。 
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本研究では、量子ビームとして放射光軟X線のもつ元

素選択性を利用して、RNA合成や放射線バイスタンダ

ー効果などの生物効果を制御する手法を確立することに

より、細胞の放射線感受性を制御することが目的である。

そのために、以下の4項目についての実験を進める。(1)

放射光軟X線による特異的なATP分子変異の選択的な導

入。(2)電気化学分析法および質量分析法による分子変

異の分析。(3)ATP分子変異に起因した生物効果の網羅

的解析。(4)細胞の放射線高感受性化。 

 本年度はATP溶液について、放射線を照射しない状態

で安定な試料条件を検討した。その結果、溶液状態にお

いてリン酸基の脱離が起こらないTris緩衝液の濃度や

ATPの濃度の最適化を行うことができた。ATP分子の分

解については、質量分析、軟X線吸収スペクトルおよび

電気化学分析により行い、生物学的効果については、

ATPのルシフェラーゼ活性、および細間情報伝達能力を

定量することのできる、P2Y受容体活性により分析を行

った。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］ATP、軟 X 線、分子変異 
 

［研 究 題 目］非 DNA に対する放射線損傷に伴う生物

影響の検討 

［研究代表者］藤井 健太郎（日本原子力研究開発機構） 

［研究担当者］藤井 紳一郎、加藤 大（バイオメディ

カル研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、非 DNA 性の核酸生体分子である RNA
分子が、放射線によって損傷した場合の生体影響を多角

的に解析し、どのような生物学的効果を示すかを in 
vitro および in vivo 実験で検証することが目的である。

リボ核酸（Ribonucleic acid, RNA）の一種であるアデ

ノシン三リン酸（ATP）は、生体エネルギー供与物質と

して多様な生化学反応へエネルギーを供与している。さ

らに、遺伝情報の仲介物質であるメッセンジャーRNA
を合成するための基質でもあるため、遺伝子情報の正確

な発現にも重要な働きをしている。そのため、ATP の

塩基部位に生じる僅かな分子変異が、この RNA 合成に

も深く関わり、突然変異や発がんの原因となる可能性が

ある。そこで、本課題では、DNA 以外の分子が損傷を

受けた場合に引き起こす生物効果を指標として ATP の

生化学機能を網羅的に解析する。 

 本年度は ATP 溶液について、放射線を照射しない状

態で安定な試料条件を検討した。その結果、溶液状態に

おいてリン酸基の脱離が起こらない Tris バッファーの

濃度や ATP の濃度の最適化を行うことができた。ATP
分子の分解については、質量分析、軟 X 線吸収スペク

トルおよび電気化学分析により行い、生物学的効果につ

いては、ATP のルシフェラーゼ活性、および細間情報

伝達能力を定量することのできる、P2Y 受容体活性に

より分析を行った。上記の最適条件を用いて、γ線照射

あるいは軟 X 線照射による細胞間情報伝達および ATP
分子変異の解析を行い、放射線照射による分子変化の同

定や生物学的効果の解析を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］非 DNA、ATP、放射線損傷 

 

［研 究 題 目］材料オントロジーの拡張と国際化による

材料データ交換手法の確立 

［研究代表者］芦野 俊宏（東洋大学） 

［研究担当者］山下 雄一郎（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 材料科学に関する各種の概念、物性、材料名、プロセ

スなどの関係を記述した一種の辞書といえる標準的なオ

ントロジーを確立し、国際的な枠組みで進んでいるオン

トロジー整備の動きに参画してゆくとともに、単なる概

念辞書を越えた材料科学の知識表現へと拡張することを

目標とする。 

研究計画： 

 産総研分散型熱物性データベースをモデルデータとし

て基礎的な材料オントロジーを確立し、さらにその拡張

についての検討を行う。特に式データの表現について検

討を行い、国際的な材料データ交換手法確立における課

題などを洗い出す。 

年度進捗状況： 

 H23年度の取り組み実績である Haas-Fisher 式によ

る熱力学データのフィッティングデータについて、式定

義および係数データを OpenMath 形式で記述した。さ

らに XSLT 変換により OpenMath 形式から MathML
のコンテンツマークアップ形式への変換と一般的な

Web ブラウザによる式表示が可能であることを確認し

た。 

 本年度の取り組みの結果、材料・物性分野に於ける数

式データ表現において、概ね OpenMath 形式で対応可

能なことが確認された。こさらに、産総研分散型熱物性

データベースにおける OpenMath 形式を利用した式デ

ータ収録・公開の実現するための基礎的な技術課題が解

決された。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］熱物性データベース、材料設計、シミュ

レーション 
 

［研 究 題 目］超小型 X 線源を用いた立木用ポータブ

ル非破壊材質検査装置の開発と立木の材

質評価 

［研究代表者］鈴木 良一 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 良一（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 

 木材の材質研究をはじめ野外の林木・樹木を対象にし

た立木用 X 線検査では、軽量、小型、バッテリー駆動

可能な X 線源が必要とされている。本研究では、フィ

ールド実証試験に用いることを目的として、九州大学と

協力し針葉樹型カーボンナノ構造体電子源を用いた小

型・軽量な X 線源の開発とそれを利用した X 線断層イ

メージングによる立木の材質評価等の計測技術の開発の

検討を行っている。 

 本年度は、乾電池駆動のカーボンナノ構造体 X 線源

およびイメージングプレートなどを用いた X 線イメー

ジング技術を用いて九州大が用意した木のサンプルの X
線透過試験を行った。サンプル木材の中を非破壊でイメ

ージングすることにより、木材の材質などを評価できる

ことを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カーボンナノ構造体、X 線源、立木、材

質評価、非破壊検査 

 

［研 究 題 目］天然ガスハイドレートの結晶構造安定性

に及ぼす多成分系ガスの影響 

［研究代表者］竹谷 敏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境・エネルギー分野において、新たな天然ガス資源

として期待され、地球上の海底下や永久凍土地帯等に存

在が確認されている天然ガスハイドレートにおいて、ケ

ージ内でのゲスト分子の分布状態、分子数を決定するこ

とが不可欠である。本研究では、粉末 X 線回折法を用

いた天然ガスハイドレートの測定手法、結晶解析手法を

確立することを目的としている。天然に含まれるメタン

以外の炭化水素にも焦点をあて、これらの成分が天然ガ

スハイドレートの結晶構造安定性に及ぼす影響を理解す

ることを目指している。 

 今年度は、低温粉末 X 線回折測定により、イソブタ

ン、ノルマルブタンを天然ガスハイドレート中の水分子

で構成される大ケージに入れた人工試料に関し、結晶構

造解析を実施した。その結果、メタン・ブタン系の天然

ガスハイドレートでは、ブタン分子が大ケージの中心付

近に等方的に分布することが判明した。また、水分子で

構成される大ケージにはブタンおよびペンタン、小ケー

ジには希ガス分子を包接する試料を生成し、大ケージ内

に包接されたブタンおよびペンタンのラマンピークの同

定にも成功した。こうした解析手法の確立により、結晶

中に内包されるガス分子の評価が可能となった。 

 今後、硫化水素や炭酸ガスなど、天然に存在する試料

への応用が期待されている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線構造解析、包接化合物、ナノ空孔 

 

［研 究 題 目］ハイドレート技術を用いた農工融合によ

る低炭素社会の実現に関する研究 

［研究代表者］竹谷 敏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、山本 佳孝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 低炭素社会では、地球温暖化の主因である二酸化炭素

（CO2）の排出量を吸収量より少ない産業生活システム

を目指すが、今後は CO2回収貯留など供給側の抜本的

な対策が実施されない限りこれらのバランスの維持が難

しい。工業圏から発生する CO2を分離回収し、そこで

生成する CO2ハイドレートにより、CO2並びに冷熱を農

業圏のハウスや植物工場に供給し利用する農工融合型環

境負荷低減システムの実現は、CO2処理の観点から、非

常に有効であると考えられる。本研究においては、CO2

並びに冷熱を農業圏のハウスや植物工場に供給するため

のシステムの構築と、回収貯留された CO2量の解析手

法の確立を目指している。 

 今年度は、低温粉末 X 線回折測定により、高圧 CO2

処理を施した植物中においても、組織中の水分が体積の

150倍程度もの CO2を包接する CO2ハイドレートへと変

化することを明らかにした。また、低温型位相コントラ

スト X 線 CT 測定に関し、CO2ハイドレートと氷、さら

には植物の組織とが複雑に混在するような試料でも、こ

れらの内部構造撮影が可能な条件が明らかとなった。こ

の最適条件に従った測定を行うことにより、試料中に

CO2が拡散により取り込まれた部分を可視化することが

可能であるとともに、凍結食品の内部構造のイメージン

グにも、低温型位相コントラスト X 線 CT 測定が有効

であることが示された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線構造解析、位相コントラスト X 線

イメージング、包接化合物、ガス貯蔵 

 

［研 究 題 目］マイクロリアクター内のソノケミストリ

ーとソノルミネッセンスに関する研究 

［研究代表者］辻内 亨（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］辻内 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 超音波により激しく膨張収縮するキャビテーション気

泡からのラジカル、酸化剤を用いた化学は、ソノケミス

トリーと呼ばれ、薬剤の添加なしに化学反応を起こすこ

とができる。本研究では、液体への強力超音波照射によ

る種々の化学効果を、マイクロリアクター内で生じさせ

ることを目的とする。微小領域におけるキャビテーショ

ン気泡の導入は、液体の混合や攪拌、ポンプ機能のみな

らず圧壊時の水の解離により生成される酸化剤を基にし

た化学反応が期待できる。そこで超音波キャビテーショ

ン気泡由来の酸化剤の生成と計測を、ヨウ化カリウム酸

化に基づく吸光度測定、ルミノール音響化学発光測定等

により行う。 
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 平成24年度は、キャビテーション気泡由来の酸化剤生

成の閾値ならびに酸化剤生成閾値の超音波周波数依存性

の解明を行うべく、マイクロ流路内へ超音波を照射する

装置を作製し、超音波化学反応の反応効率の指標として

用いられる、ルミノール水溶液からの音響化学発光の観

測を行った。ルミノール発光強度の周波数依存性を測定

し、ルミノール発光強度極大値を示す周波数を決定でき

たため、反応の高効率化を図ることができた。この知見

を元に適切に選択された周波数の下で溶液の溶存ガス濃

度を変えて発光強度の測定を行った。その結果、溶存ガ

ス飽和状態と比べて過飽和条件で高い発光強度が得られ

ることが判明した。ヨウ化カリウム水溶液の超音波酸化

反応においても、同様に過飽和条件で高い吸光度を得る

ことができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波、マイクロリアクター、キャビテ

ーション気泡、超音波化学反応、音響化

学発光 

 

［研 究 題 目］固分子性結晶三ヨウ化ホウ素と四ヨウ化

スズの高圧力下の構造物性研究 

［研究代表者］藤久 裕司 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤久 裕司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 BI3分子は平面正三角形をしており、常温常圧で分子

性結晶ヘキサゴナル P63/m 構造を組む（LPP）。高圧下

では6.2GPa から9GPa にかけて高圧相（HPP）へ相転

移し、約23GPa で金属化を起こす。HPP ではヨウ素は

fcc 格子を組んでいる。ボロンは fcc 格子間に挿入され

ており、BI3分子は壊れていると予想されている。ボロ

ンはヨウ素に比べ圧倒的に X 線散乱能が低いためその

位置を決定することはできていない。我々はボロンの位

置をラマン散乱実験と DFT 計算により解析する計画を

進めていたその時、Yao らは DFT 計算により高圧相で

は2個の BI3がペアになりダイマーを作るという予測を

発表した（Z＝2モデル）。我々はラマン測定を行ったが、

HPP の実測のスペクトルと Z＝2モデルから計算された

それが合わない問題に直面した。そこで我々はより良い

モデルがないかどうか検証するために、X 線回折実験、

ラマン散乱実験、DFT 計算を行った。 

 ラマン実験の結果、LPP では波数600cm-1のピークが

圧力とともにソフト化を示すことを発見した。これは三

角形分子の中央にある B 原子が平面から垂直に飛び出

す振動モードに帰属された。このソフト化は二つの分子

が互いに近づきダイマーを形成し HPP に相転移するこ

との前駆現象であると言える。 

 DFT 計算に基づく分子動力学計算（MD）を行った

ところ、Z＝2モデルのみでなく、よりユニットセルの

大きい Z＝4, 6, 8, 10, 12という、ダイマーをそれぞ

れ2, 3, 4, 5, 6個含んだ長周期のモデルが出現するこ

とを見出した。実際の HPP ではダイマーが一方向にラ

ンダムにスタッキングした状態になっていると考えられ

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粉末 X 線回折、ラマン分光、結晶構造、

相転移、DFT 計算、分子動力学計算 

 

［研 究 題 目］新奇な圧力誘起水素－炭素間相互作用の

制御とその機構解明 

［研究代表者］藤久 裕司 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤久 裕司、中山 敦子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 グラファイトは、低温で水素の物理吸着を生じるが、

電荷移動相互作用を必要とする水素-グラファイト層間

化合物の生成は難しいとされていた。一方近年、軽量で

環境負荷の少ないカーボン材料が水素貯蔵材料として注

目され、カーボンナノチューブなどの炭素材料で水素吸

蔵が報告された。しかし、水素がカーボンのどのサイト

にどのような状態で取り込まれるかを実験的に解明した

報告はない。我々は気体水素と炭素π電子系との間には

たらく相互作用の本質を理解するため、グラファイト構

造をもつメソカーボンマイクロビーズ（MCMBs）に注

目した。水素が MCMBs のどのサイトにどのような状

態で取り込まれるか明らかにすることを目的として、圧

力による水素－炭素間相互作用制御をおこない、X 線回

折、ラマン散乱によるその場観察をおこなった。 

 圧力発生には、ダイヤモンドアンビルセルを用いた。

粉末 X 線回折実験には放射光を用い、角度分散法によ

り回折像を得た。得られた回折パターンをリートベルト

法により解析し、各圧力下での格子パラメータを決定し

た。ラマン散乱実験は、顕微レーザーラマン分光装置を

用いて180°後方散乱で観測した。光源にはアルゴンレ

ーザー（励起波長514.5nm）を用いた。 

 本研究でおこなわれた2GPa 以下の測定では、系が非

平衡状態にあると考えられ、定量的評価は難しいが、次

のことが明らかになった。ラマン実験では MCMBs の

G-バンドは圧力の増大に伴ってハード化した。また、

圧力のかけかたによっては、MCMBs-H2の相分離が観

察されることが明らかになった。 

 X 線回折実験からは MCMBs 単体にはない回折ピー

クが観測された。これは、高圧水素雰囲気下でグラファ

イトの相分離が誘起されたことを示しており、水素のイ

ンターカレーションを示唆する。新たなピークは今のと

ころグラファイト層のステージングによって発生したも

のと考えている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］粉末 X 線回折、結晶構造、グラファイ
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ト、炭素材料、水素吸蔵、DFT 計算 

 

［研 究 題 目］ストレスマイグレーションの熱制御増速

機構の解明と金属ナノ・マイクロ材料の

大量創製 

［研究代表者］李 志遠（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］李 志遠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 最近、従来の化学的手法と異なる物理的な手法で直径

数十ナノメートルなる極微細 Cu ワイヤを成長させる報

告がある。これは静水圧勾配を駆動力とした原子拡散で

あるストレスマイグレーションを利用し、集積した金属

原子を表面酸化膜の弱部より排出して再配列させるとい

う新たな金属微細材料の創製手法である。しかし同創製

手法を他の金属原子に適用した場合、金属微細材料の大

量創製が容易に実現できる状況ではない。一方、熱サイ

クル試験が薄膜材料の表面劣化を促進する効果があり、

適切な熱制御条件を用いれば、原子拡散を増速できる可

能性があり、多種類の金属微細材料の大量創製を実現さ

せ得ることが期待できる。 

 本研究では、ストレスマイグレーションにおける熱制

御増速機構を解明し、マイクロ・ナノオーダの金属微細

材料の大量創製に挑戦することを目的とした。今年度は

研究代表者である東北大学の坂真澄教授と共同で、金属

微細材料の大量創製に資する知見を得ることができた。

具体的には異なる金属薄膜試験片を用い、熱サイクル付

与と雰囲気冷却なる条件を付加して表面形状の変化を観

察し、原子を集積することへのこれら熱制御の効果を明

らかにした。これは原子排出への外部冷却の影響につい

て金属薄膜サンプルの底面加熱と上面からの外部冷却を

同時に行うことで、垂直方向に生じる温度差により応力

勾配が誘起され、より多くの原子を排出させることが可

能であることを見出した。これらの知見を踏まえて、金

属薄膜構造と熱処理条件を制御することで、より多くの

金属原子を効率的に排出することを実現した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ストレスマイグレーション、原子拡散、

熱サイクル試験、熱疲労、金属ナノ・マ

イクロ材料 

 

［研 究 題 目］規則性2次元ナノポーラス材料を用いた

揮発性芳香族化合物ガスセンサ用検知膜

の創製 

［研究代表者］石井 亮（コンパクト化学システム研究

センター） 

［研究担当者］石井 亮、長縄 竜一（環境管理技術研

究部門）（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究は、揮発性芳香族化合物（以下、AVOC）用ガ

スセンサにおいて求められる検知膜開発において、提案

者が新規に合成した規則性2次元ナノポーラス材料を検

知膜素材として適用し、感度向上に資する親 AVOC 的

な細孔の設計構築と成膜による高集積化の課題を検討す

ることにより、AVOC ガス用高感度検知膜を創製する

ための方法を確立する。 

研究計画： 
 前年度においては、AVOC ガス感度向上に資する材

料のセンサ電極上での高密度集積化を進めると共に、親

AVOC ガス官能基であるアミノフェニル部位を導入し

た細孔（アミノフェニル部位導入型材料）の構築を行っ

た。平成24年度においては、アミノフェニル部位導入型

材料の高比表面積化に取り組むと共に、得られた材料を

電極上に高密度に集積化することによって、目標である

現状感度の100倍以上（感度にして0.08ppm 以上）を有

する検知膜の作成を検討した。 

研究進捗状況： 
 アミノフェニル部位の細孔骨格への導入は、アミノフ

ェニル部位を持つシラン化合物（以下、APhS）とスペ

ーサー分子を同時に ilerite の層間に導入することによ

って行った。アミノフェニル部位とスペーサー部位の理

想的な導入比率を調べるため、APhS とスペーサー分子

の配合量を変えて ilerite の層間に導入した。その比率

は、APhS：スペーサー分子＝1:0、1:3、1:9、0:1であ

った。得られた4種類の2次元規則性ナノポーラス材料の

X 線回折測定を行ったところ、その層間距離は、d＝
1.89、1.89、1.86、1.67nm であり、スペーサー分子の

長さに応じて層間距離が拡張したことを確認した。他方、

本材料の比表面積は30m2/g 前後であり、前年度の結果

と比べてほとんど変化はなかった。その原因は、スペー

サー分子の分子配向を予想通りに制御できないため、結

果的に層間空隙が減少したためと推測された。 

 アミノフェニル基を最も多く含むと考えられる2次元

ナノポーラス材料（APhS:スペーサー分子＝1:9）を水

晶振動子の検知膜として用い、トルエン蒸気に対する応

答を評価した。検知膜はキャスト法により調製した。ト

ルエン蒸気483ppm での応答挙動を評価したところ、ビ

フェニレン架橋型の2次元ナノポーラス材料の場合と同

様に応答の繰り返し安定性は高かった。一方、その応答

は－32Hz であり、BESB-ilerite の6分の1程度であった。

その感度は13ppm/Hz であり、ビフェニレン架橋体と同

等レベルであった。しかし、その検知膜は本来の目標で

ある0.08ppm/Hz を達成できるほどの高い感度を有しな

いことが分かった。その原因の一つは、材料の比表面積

が小さいためであり、今後比表面積の向上を図っていき

たい。比表面積の向上は、今回実施したスペーサー分子

を用いた方法により十分可能であり、今後分子長の長い

スペーサー分子の設計と合成を行う予定である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］AVOC、トルエン、ガスセンサ、多孔体、
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水晶振動子 
 

［研 究 題 目］アルキルフェノール類の立体選択的水素

化法の開発 

［研究代表者］日吉 範人（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］日吉 範人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

環境負荷低減の観点から、有機溶媒を使用しない化学

合成プロセスの開発が望まれている。アルキルフェノー

ル類の水素化反応により得られるアルキルシクロヘキサ

ノール類は、香料原料として有用な化合物であり、工業

的には担持貴金属触媒と有機溶媒を使用した液相水素化

法で製造されている。本研究では、有機溶媒の代替とし

て、超臨界二酸化炭素を溶媒として利用し、香気の点か

ら望まれるシス体のアルキルシクロヘキサノール類を高

選択的に、かつ、低環境負荷で合成するための触媒反応

技術開発を行った。平成24年度は主に、超臨界二酸化炭

素溶媒と担持ロジウム触媒を用いた4-tert-ブチルフェノ

ール水素化反応に対する二酸化炭素加圧効果について、

二酸化炭素‐水素‐4-tert-ブチルフェノール三成分系の

相挙動観察と相平衡計算を基に検討した。ビューセルを

用いた反応相の観察を行い、4-tert-ブチルフェノールの

溶解量が二酸化炭素圧と共に増加することを確認し、ま

た、Pen-Robinson状態式を用いた相平衡計算を行い、

4-tert-ブチルフェノールの溶解量が二酸化炭素圧と共に

増加する結果を得た。二酸化炭素圧力の増加による4-
tert-ブチルフェノール水素化反応速度の上昇が4-tert-ブ
チルフェノールの溶解量の増加と良く対応していること

を見出した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］超臨界二酸化炭素、水素化、担持金属触

媒 

 

［研 究 題 目］一細胞ゲノム解析へ向けた高性能 DNA
増幅マイクロチップの開発 

［研究代表者］松浦 俊一（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］松浦 俊一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、規則性細孔を有するシリカ系ナノ空孔材料

（メソポーラスシリカ）とDNA合成酵素を複合化する

ことにより、ナノ空孔を反応場とした高効率・長寿命の

DNA増幅システムを構築することを目的としている。

また、酵素固定化マイクロチップによる連続的なDNA
生産を目指し、最終的には、南極大陸由来の難培養性微

生物の遺伝子解析を実現するために、一細胞ゲノム

DNAからのDNA増幅法の開拓を試みるものである。 
前年度は、メソポーラスシリカと耐熱性DNA合成酵

素の複合材料を用いた短鎖（100塩基対）のDNA増幅反

応において、酵素製品に含まれる核酸不純物の排除及び

基質DNAの非特異的吸着の抑制、さらに、酵素の繰り

返し使用を同時に達成できる可能性を示した。 
平成24年度は、前年度とは異なるタイプの DNA 合成

酵素のシリカ材料に対する吸着挙動の評価と、これまで

に達成できていなかった、環状プラスミド DNA を鋳型

とした長鎖（1000塩基対）の DNA 増幅反応試験を行っ

た。その結果、DNA 合成酵素はシリカ材料に対して強

固に吸着できており、また、未吸着の DNA 合成酵素と

比較して、固定化酵素では副反応を抑制しながら DNA
増幅活性を増大できるという新たな効果に関する知見を

得た。 
平成24年度は更に、翌年度に実施予定の DNA 合成酵

素－メソポーラスシリカ複合体による流通式反応に適用

するためのシリコーン樹脂製マイクロチップ（プロトタ

イプ）及びマイクロ流路近傍を局所的に加熱可能である、

新規のマイクロチップ用温度制御装置を作製した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ナノ空孔材料、DNA 合成酵素、マイク

ロチップ、DNA 増幅 
 

［研 究 題 目］ソルボサーマル合成による新規アルミノ

シリケートの創出・制御と触媒応用に関

する研究 

［研究代表者］池田 拓史（コンパクト化学システム研

究センター） 

［研究担当者］池田 拓史、日吉 範人、長瀬 多加子、 
阿部 千枝（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、ゼオライト結晶を前駆体に用いるソルボ

サーマル反応により、新規ナノポーラスアルミノシリケ

ート及び骨格置換メタロシリケートを創製し、構造・物

性評価及び触媒応用研究を行う。平成24年度は、ソルボ

サーマル合成による既知のゼオライト結晶（例えば

FAU 型、CHA 型、PHI 型ゼオライト等のアルミノシ

リケート）を用い、様々な Si/Al 値のゼオライト前駆体

を調製し、それら前駆体とアルカリ金属やアルカリ土類

金属をアルコール系の非水溶媒に加え、耐圧容器である

オートクレーブを用い自己静圧下（200℃）、反応時間15

～120h の条件でのソルボサーマル反応を用い、これま

で天然物でしか知られていなかった–LIT 型ゼオライト

構造を有するアルミノシリケートの合成に成功した。ま

た、構造に類似性のある副生成物についても検討した。

得られた–LIT 型ゼオライトについて、固体 NMR 分光

法により、Si、Al、H、C 等の各核種の測定から局所構

造情報を収集し、元素分析や熱重量分析の結果を組み合

わせ、高分解能粉末 X 線回折法による非経験的構造解

析から結晶構造を詳細に解析した。最大エントロピー法

を用いて、骨格に含まれる特異な O–H···O で表される

水素結合の存在を可視化することに成功した。また、こ
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れをアンモニアイオン交換した NH4LIT では、水素結

合が外れ、ゼオライトとしては非常に大きな体積変化を

伴う構造変化が起きることを見い出し、その性質につい

て詳細に調べた。また、ソルボサーマル反応における結

晶化過程を観察する目的で、高温-自己静圧状態での測

定が可能な ATR-FT-IR 装置を製作し、様々な類縁物質

を用いて室温から250℃程度の温度範囲で測定できるこ

とを確認した。さらに、-LIT ゼオライトを触媒に、カ

ーボンブラックを Particulate Matter (PM)のモデル物

質として用い、カーボンブラックと触媒の混合物を含酸

素ガス気流下で加熱し、二酸化炭素及び一酸化炭素の生

成量をガスクロマトグラフで測定することにより触媒活

性を評価したところ、既知のアルミノシリケート触媒に

比べ、低い燃焼温度で高活性を示すことを見い出した。

また、燃焼反応の繰り返し特性にも優れていることを確

認することができた。 
［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ゼオライト合成、ソルボサーマル反応、

炭素燃焼触媒、精密構造物性 

 
［研 究 題 目］有機複合体材料への3次元微細構造形成

に基づく感温型デバイスの光制御機能開

発 
［研究代表者］垣内田 洋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］垣内田 洋、吉村 和記 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、サブミクロンから数ミクロンのスケール

で液晶と高分子の複合相分離構造を形成し、液晶の相転

移現象を利用した感温型の建物調光窓材の開発を目指し

ている。平成24年度は、感温型光制御デバイスとして、

ホログラフィック高分子分散液晶（HPDLC）への新機

能性の付加と性能向上および構造解析技術の開発を行っ

た。相分離で形成される数十ナノメートルからサブミク

ロン程度の液晶凝集滴の形状と滴内の液晶分子配向秩序

を、より幅広く設計･作製できるよう技術を高め、

HPDLC で生じる回折の偏光特性およびその温度依存性

に関し実現可能な選択幅を拡げた。また、プリズム等を

用いた液浸露光法を導入し、より微細なサブミクロン格

子構造の形成を行った。一方、広い範囲で入射角を変え

て測定した高次の Bragg 回折データを積極的に用い、

周期構造中の液晶の分布や配向を定量的に解析する技術

を見出した。この知見は、今後の感温型光制御デバイス

の開発を進める上で有意義なものと見込まれる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］感温型調光窓、高分子分散液晶、液晶、

光学異方性、Bragg 回折、ネマティッ

ク－等方相転移、ホログラフィック構

造、光重合誘起相分離 

［研 究 題 目］同心球構造を有するハイブリッドナノ粒

子の作製と閉じた空間空隙材料としての

応用 

［研究代表者］浦田 千尋 
（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］浦田 千尋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 前年度は、アルキルトリアルコキシシランとテトラア

ルコキシシランの共加水分解・共縮重合反応より得られ

た有機-無機ハイブリッド膜が、はっ水／はつ油性を示

すことを見いだした。平成24年度は、この特性のアルキ

ル鎖長依存性を明確にするため、アルキル鎖長の異なる

アルキルトリアルコキシを原料として、はっ水／はつ油

性の発現機構をより詳細に調査した。 

 ハイブリッド膜の作製方法は、前年度と同様であり、

アルキルトリアルコキシシランとテトラアルコキシシラ

ンを主原料（固形成分）として、弱酸を含むエタノール

溶液中で加水分解・縮重合させ、ガラス板へスピンコー

トし、有機-無機ハイブリッド膜を得た。アルキル鎖長

（CnH2n+1）のはつ油性への影響を調査すると、n＝3-12

の範囲で、平滑かつ優れたはつ油性を示すハイブリッド

膜が得られ、これらの表面上で、微小油滴（5µL のヘキ

サデカン）は僅かな傾斜で滑落した。これは、テトラア

ルキルシラン由来のシリカ種がアルキル鎖間の距離を制

御するスペーサーとして機能し、アルキル鎖の運動性が

向上したため、試料表面と油滴の相互作用がなくなり、

優れた動的はつ油性を示したものと考えられる。一方で、

n≧14 の場合は、凹凸表面（クラック）が得られるとと

もに、はつ油性は示されなかった。一般にアルカンチオ

ールやアルキルシラン等から形成させた自己組織化単分

子膜では、アルキル鎖長の増加に伴い、その配座は all-
trans が支配的となり運動性が抑制される。本系におい

ても、n≧14 の場合、同様の分子配向が支配的となり、

アルキル鎖の運動性が抑制され、はつ油性の低下に繋が

ったと考えられる。さらに、表面に生じたクラックによ

る“ピン留め効果”も相まって、はつ油性がさらに低下

したと考えられる。これらの知見をもとに、アルキルシ

ランの代替として、パーフルオロアルキルシランを用い

ると、耐久性（耐熱・耐候性）に優れたハイブリッド膜

を得ることができた。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］同心球構造、閉じたナノ空間、はっ水／

はつ油処理、動的濡れ性 

 
［研 究 題 目］生物規範階層ダイナミクス(2) 

［研究代表者］浦田 千尋 
（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］浦田 千尋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、生物機能を取り入れた実装技術の開発を



研 究 

(698) 

目指しており、自己治癒、防食、酸化防止、はっ水／は

つ油性等の機能を示す皮膜の作製を試みている。作製し

た層状皮膜は、有機層および無機層がナノレベルで交互

積層しており、その層間に様々な機能性分子を導入する

ことで所望の機能発現が期待できる。 

 平成24年度は、上記機能を示す皮膜の作製技術の確立、

および、本皮膜を用いたはつ液性の機能発現を試みた。

まず、種々の有機シラン（主として、アルキルトリアル

コキシシラン）と金属アルコキシド（主として、テトラ

アルコキシシラン）を前駆物質として用いたゾル－ゲル

反応により、数ナノメートルの有機－無機層が、基材に

対し平行に積層した、層状膜の合成手法を確立した。こ

れは、有機シランと金属アルコキシドの協奏的な反応に

より、溶液中で生成したオリゴマーが両親媒性を獲得し、

これを駆動力とした自己組織化反応により層状構造が形

成されたと考えられる。また、得られた表面は、優れた

動的はっ水／はつ油性を示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］バイオミメティクス、汎用元素、はっ水

／はつ油処理、防汚／防錆性 

 
［研 究 題 目］金属複合化合物を経由する新規な白金族

金属の再資源化プロセスの確立 

［研究代表者］粕谷 亮 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］粕谷 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 白金族金属（PGM）の回収における溶解プロセスで

は、王水や塩素ガスを通気した塩酸等の酸化剤を含む酸

が用いられている。しかし、PGM に対して有効な酸化

剤は腐食性、有毒性が非常に高いという問題があり、環

境負荷低減のためにはそれらの酸化剤を含まない酸、例

えば塩酸のみで PGM を溶解するプロセスの開発が望ま

れている。本研究では、塩酸に対して PGM を溶解する

ため、PGM 含有複合酸化物を経由する手法に着目した。

これまでの研究から、白金粉末と炭酸リチウムの混合物

を600から800℃で加熱することで、白金とリチウムの複

合酸化物である Li2PtO3が得られること、および、加熱

処理の温度が低くなるほど Li2PtO3の白金溶解率が増加

することを明らかにした。平成24年度は、Li2PtO3の溶

解条件の探索と、溶解機構の解明に関する研究を行った。 

 白金溶解率の溶解温度依存性を調べるため、600℃焼

成試料を溶解温度40から80℃の範囲で塩酸に9時間溶解

した。この結果、塩酸の温度上昇とともに白金溶解率が

増加し、80℃では99.9%と、ほぼ完全に白金を溶解でき

ることがわかった。次に金属溶解率の時間変化を調べる

ため、溶解温度を80℃、溶解時間を5分から9時間として

600℃焼成試料を溶解させた。溶解処理後の溶解液に含

まれる金属濃度を分析した結果、白金よりもリチウムが

迅速に溶解することがわかった。 

 溶解処理に伴う Li2PtO3の構造変化について調べるた

め、80℃で5分溶解処理を行った後の残渣を粉末 X 線回

折法を用いて分析したところ、溶解処理後では Li2PtO3

の（003）に由来する回折ピークが高角度側にシフトし

ており、c 軸の格子定数が減少したことが示唆された。

また、元素分析の結果、この残渣における白金に対する

リチウムの原子比は Li2PtO3の化学量論比である2.0よ

りも低い値を示した。 

 Li2PtO3は層状化合物であり、リチウムイオンのみか

らなる層と、白金イオンおよびリチウムイオンからなる

層が c 軸方向に交互に積層した構造をとる。したがって、

溶解処理に伴う c 軸の格子定数の減少は、Li2PtO3中の

リチウムイオンがサイズの小さな水素イオンに置き換わ

ったために起こったものと推察される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］白金族金属、アルカリ金属、複合酸化物、

リサイクル 
 
［研 究 題 目］Mg-Zn-RE 合金の衝撃安全特性および破

壊メカニズムの解明 
［研究代表者］千野 靖正 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］千野 靖正（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 Mg-Zn-RE 合金と等価の特性を示す Mg-Zn-Ca 合金

を対象として、添加元素濃度を変えた際の特性を調査し

た。Ca 濃度を0.1wt%に固定し、Zn 濃度を変化させた

合金の特性を調査した結果、Zn 濃度を1.5～4.0wt%に

設定すると TD-split texture（底面が板幅方向に約35°
傾く集合組織）が現れることを確認した。一方、Zn 濃

度を6.0wt%以上に設定すると TD-split texture が消滅

し、ピーク強度は低いものの、c 軸が ND 軸に揃う集合

組織が現れることを確認した。なお、Zn 濃度を1.5wt%
から3wt%に増加すると、高い室温張り出し成形性（エ

リクセン値8.0以上）を確保しつつ、降伏応力が15～

20MPa 増加することを確認した。次に、Zn 濃度を

3.0wt%に固定し、Ca 濃度を変化させた合金の特性を

調査した結果、Ca 濃度を0.8wt%以上に設定すると室

温成形性が著しく劣化することを確認した。また、第4

元素添加の影響を調査した結果、微量の Sr と Zr を添

加した合金 Mg-3Zn-0.1Ca-0.1Sr-0.3Zr 合金（wt%）

が Mg-1.5Zn-0.1Ca 合金（wt%）と同等の室温成形性

を示しつつ、約80MPa 高い降伏応力を示すことを明ら

かにし、それが結晶粒微細化に起因することを明らかに

した。また、開発合金と同等の室温成形性を示す汎用

Mg 合金（AZ31合金高温圧延材：弊所開発）の機械的

特性を調査した結果、開発合金（Mg-Zn-Ca-Sr-Zr 合金）

の降伏応力が汎用 Mg 合金とほぼ同じ（144～154MPa）
であることを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
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［キーワード］マグネシウム合金、集合組織、成形性、

機械的特性 

 
［研 究 題 目］粒子アセンブリ法によるフォトニック結

晶テラヘルツレーザの創製 
［研究代表者］高木 健太 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］高木 健太（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究は、粒子アセンブリ法を用いた発振素子内包型

フォトニック結晶の作製によるテラヘルツレーザの創製

を目標とし、前年度は結晶格子となる粒子の粒径が従来

より小径（200µm 以下）となる粒子の3次元配列を可能

とするような粒子配列システムを再設計し、その製作を

行った。そこで平成24年度は、粒子配列システムの動作

プログラムの開発を進めるとともに、3次元粒子配列の

主要技術となる粒子間接合技術についての検討を行った。

粒子間接合は微小焦点ファイバーレーザを用いて行うが、

従来システムの焦点径は40µm 以上であるため、粒径

200µm の微小粒子を過溶解することなく接合すること

が困難であった。そこで、本年度は新システムに導入し

た焦点径20µm のレーザを用いて接合実験を実施した。

まず、小径粒子の作製法として高精度単分散粒子が量産

できる POEM 法の適用を検討したが、粒子原料のポリ

エチレンの表面張力が小さいことから粒子作製は困難で

あることが判明し、当初のオイルバス法による粒子作製

を選択した。オイルバス法と2軸ロール分級法により粒

径200±20µm のジルコニア／ポリエチレンおよびチタ

ニア／ポリエチレン単分散球形粒子を準備した。この粒

子を用いて初期接合テストを実施したところ、小径粒子

接合は全てのサイズが従来の半分であるために、レーザ

の照射位置や角度、出力などを高精度に調節する必要が

あることが判明した。そこで、新システムを用いてレー

ザ照射座標・角度を精密に調整したところ、安定した粒

子間接合ができた。またレーザ出力を調整することで、

接合径を50～150µm で調整できることが分かった。3次

元配列の要となる粒子間接合技術が確立したことから、

フォトニック結晶の作製を早急に実施する予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］フォトニック結晶、テラヘルツ材料・素

子、粒子アセンブリ 
 
［研 究 題 目］第一原理計算を利用した CNT／金属異

相界面の破壊メカニズムの解明 
［研究代表者］湯浅 元仁 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］湯浅 元仁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 多層カーボンナノチューブ（CNT）を金属、樹脂、

セラミックス等に分散したナノ複合材料は、軽量性と機

能性（放熱性・触媒性等）を兼備した次世代の軽量構

造・機能材料として注目を集め、リチウムイオン電池電

極補強材、高比強度を必要とする構造部材への実用化が

始まりつつある。一方で CNT ナノ複合材料においては

CNT と母相間における異相界面で界面剥離が起こり、

CNT ナノ複合材料の機械的特性の劣化の一因となって

いる。本研究開発では、第一原理計算による電子状態解

析を利用し、CNT/金属基ナノ複合材料の異相界面強度

及び異相界面の破壊メカニズムを解明し、高い信頼性を

有する CNT/金属基ナノ複合材料を作製するための設計

指針を構築することを目標とする。また、第一原理計算

と並行して、電解析出法（めっき法）を用いて CNT ナ

ノ複合材料を作製し、その力学特性を測定することによ

り、異相界面破壊モデルの妥当性を評価する。 

 平成24年度は第一原理計算を用いて、CNT/金属異相

界面の破壊メカニズムを評価するため、CNT/金属（ニ

ッケル（Ni）、銅（Cu）、白金（Pt））異相界面のモデ

ル化を行い、その構造安定性を調べた。その結果、Ni、
Cu、Pt と CNT の間の安定な界面形成は、その金属と

CNT 間の格子定数の差（ミスマッチ）により異なる原

子構造、安定性を示すことを見出した。また、CNT/Ni
ナノ複合材料をめっき法により作製し、硬さ試験を用い

てその硬さを評価した。作製した CNT/Ni ナノ複合材

料は、単独の CNT 膜よりも25%高い硬さを示すことを

見出した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］第一原理計算、ナノ複合材料、機械的特

性 
 
［研 究 題 目］異周速圧延法によるチタン板材の集合組

織制御と高性能化 
［研究代表者］黄 新ショウ 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］黄 新ショウ（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 JIS2種の純 Ti に対して周速比1.36の異周速圧延を行

い、プロセス条件が材料組織と成形性に与える影響およ

び集合組織の形成メカニズムを調査した。室温～700℃

の材料温度と室温～300℃のロール温度の温度範囲では、

高い張出し成形性を得るための適正な圧延温度は、材料

とロールの温度が同じ場合では300℃であった。また、

ロール温度が150℃以下の場合では材料温度が500℃であ

った。いずれも、圧延後に面内異方性の小さい底面集合

組織が形成しやすいことが理由であると考えられる。焼

鈍の影響を調査したところ、500℃では残留歪みの除去

が不十分で、700℃では結晶粒が粗大化するため、650℃

で焼鈍すると最も優れた張出し成形性が発現した。次に、

異周速圧延（圧延温度500℃）の進行に伴う集合組織の

変化を EBSD により調べた。その結果、c 軸が板幅方

向に約35°傾く初期集合組織は、すべり変形により誘起
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される変形結晶の格子回転により、徐々に c 軸が板面に

垂直する集合組織に変化することを明らかにした。これ

は底面すべりの活発化によるものと考えられる。異周速

圧延材は、焼鈍を経ることにより、板幅方向に c 軸傾斜

を示す通常の集合組織に戻る傾向がある。その原因を究

明するために、焼鈍に伴う組織変化を EBSD により調

査した。その結果、板幅方向に方位分散を持つ1µm 程

度の動的再結晶粒が焼鈍中に優先的に成長することによ

り、板幅方向に c 軸傾斜を示す集合組織を形成すること

を明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］純チタン、集合組織、成形性、再結晶 

 
［研 究 題 目］VO2マイクロフレーク創製と熱応答型表

面熱伝達制御素子の開発 
［研究代表者］垣内田 洋 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］垣内田 洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 二酸化バナジウム（VO2）は70℃付近で半導体－金属

相転移を有し、この相転移により、光学的･熱的特性が

温度に対し可逆的に変化する。本研究では、VO2にメゾ

スケール（サブミクロンからサブミリメートル）の薄片

（フレーク）形状を持たせ、従来にない温度に対する光

学･熱挙動を発現させた。このような機能は、熱流や光

伝播などを気温変化に応じて自律的に制御できる技術と

して応用が見込まれる。平成24年度は、酸化バナジウム

で形成されるメゾスケールフレーク膜を液相成膜法によ

り創製し、出発原料･温度･化学ポテンシャルといった成

膜条件とフレーク形状との関係を詳細に調べた。ここで

得られた主な知見（以下、①から④に記述）は、成膜面

積拡大と膜質向上に繋がるものである。①従来型の二酸

化バナジウム膜と異なる温度変化に対する光学挙動の発

現、②相転移温度とヒステリシスの制御性、③フレーク

成長過程に及ぼす下地の効果、④pH によるフレーク形

状の制御性。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］二酸化バナジウム、サーモクロミズム、

表面熱伝達、放射率、自己組織化 
 
［研 究 題 目］熱電薄膜表面への反射防止構造の作製 
［研究代表者］溝尻 瑞枝 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］溝尻 瑞枝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、超短パルスレーザと半導体プロセス

を組み合わせた微細加工技術を、熱電薄膜上への反射防

止構造形成のために発展させ、太陽光エネルギーを利用

した薄膜型熱電発電デバイスを作製する技術を開発する

ことである。平成24年度は、前年度までに確立した微細

加工プロセスを用いて、熱電薄膜表面に微細周期構造を

作製し、擬似太陽光を照射したときの反射率を評価した。

更に、その微細周期構造を評価用の熱電薄膜モジュール

の高温部の表面に付与した。 

 熱電薄膜表面に微細周期構造を形成するため、ガラス

基板上にリソグラフィプロセスにより微細周期構造のレ

ジストパターンを形成し、プラズマエッチングにより下

地のガラス基板に転写した。続いて、その上から、

Bi0.5Sb1.5Te3の熱電薄膜をスパッタ成膜し、規則化のた

めの熱処理を行った。擬似太陽光（A.M.1.5）を45°の

角度で照射したとき、周期2µm の周期構造を付与した

熱電薄膜表面の反射率は約47%に低減することができた。

熱電薄膜モジュールに均一な密度の光エネルギーを照射

したとき、微細周期構造の有無による表面反射率の違い

により温度差が生成されると期待できる。生成される温

度差を測定するため、熱電薄膜モジュールの高温部の

pn 接合表面に微細周期構造を形成し、擬似太陽光を照

射したときのモジュールの開放電圧を測定した。測定用

の熱電薄膜モジュールは、Bi0.5Sb1.5Te3（p 型）と

Bi2Te2.7Se0.3（n 型）の熱電薄膜素子をスパッタ成膜と

リフト・オフプロセスによりパターニングし、15対の

pn 接合を直列に接続した。擬似太陽光を照射したとき、

正の開放電圧が得られた。このことから、高温部として

微細周期構造を付与した pn 接合部の光吸収が、低温部

の光吸収より小さくなり、均一な光源を照射した場合に

おいても熱電薄膜表面の反射率を制御することで温度差

を生成することに成功した。本研究に関連する成果は、

MEMS に関する国際会議や応用物理学会で発表すると

ともに、国際的な学術論文誌に投稿した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］反射防止構造、熱電薄膜、熱電薄膜モジ

ュール、スパッタリング 

 
［研 究 題 目］ナノ空隙の吸着サイト改質とミクロ界面

すべり制御による木材の超塑性加工法

の開発 
［研究代表者］三木 恒久 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］三木 恒久、金山 公三、杉元 宏行 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、“木材の超塑性挙動”に着目し、ナノ～

マイクロレベルでの微細構造変化の観点から変形メカニ

ズムを解明するとともに、木材の超塑性現象を利用した

変形加工技術の開発を目指す。具体的には、木材の非結

晶領域に多く分布するナノ空隙と吸着サイトを把握・制

御して、種々の界面状態を変化させ、木材に超塑性的変

形を生じさせる。また、吸着サイトや吸着剤のナノ表面

処理によって、変形と同時に寸法安定性や強度、難燃性

能を付与することを目的とする。平成24年度は以下の3
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つの項目を検討した。 

１．ナノ空隙の把握と制御：低分子フェノール（PF）
樹脂を含浸した木材の空隙構造は、空隙半径 r：
10nm 以下での空隙量の増加ならびに無処理では認め

られる r：10～42nm 程度の空隙が消失することが水

銀圧入法から明らかになった。PF 樹脂によって流動

特性が向上したことを考慮すると、細胞壁内に存在す

るナノレベルの空隙のうち r：10nm 以下のものがす

べりの起点となっている可能性が示唆された。 
２．吸着サイトの把握と制御：ポリエチレングリコール

（PEG）のうち、r：10～42nm の細孔へ浸入可能な

分子の分子量が300～1540であることが明らかになっ

た。この細孔領域に吸着できる分子サイズがバイン

ダ・添加剤には必要である。 
３．界面すべりの制御：数種の添加剤（グリコール類、

フェノール樹脂、メラミン樹脂）を導入した木材の熱

軟化特性、ならびに円柱圧縮試験によるすべり（流動）

特性を評価した。走査プローブ顕微鏡によって細胞実

質と細胞間層の物性値に変化があることが確認された。

これらの軟化挙動、すべり現象（降伏挙動）、組織構

造における物性値の差を総合的に検討することによっ

て、木材で生じる超塑性的変形挙動の発生に細胞間層

が大きな影響を及ぼしていることがわかった。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超塑性、ナノ空隙、塑性加工、木質材料 

 
［研 究 題 目］エネルギー・環境応用を目指した高結晶

性ナノ粒子の創製プロセス開発 
［研究代表者］粕谷 亮 

（サステナブルマテリアル研究部門） 

［研究担当者］粕谷 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 液相還元法の一種であるポリオール還元法では、多価

アルコールであるポリオールが溶媒、還元剤および保護

剤としての役割を担う。そのためポリオール還元法を用

いて合成した金属ナノ粒子、例えば鉄や銅ナノ粒子は、

水溶液を用いて合成した場合よりも耐酸化性に優れると

いう利点がある。本研究では、導電材料や高周波材料、

触媒材料等への応用を目指し、ポリオール還元法による

遷移金属ナノ粒子、および遷移金属合金ナノ粒子の合成

と特性評価を行った。平成24年度の主な成果は以下の通

りである。 

① 印刷回路形成用銅ナノ粒子インクの作製技術開発 
 プリント基板用の導電材料に用いられる銀ナノ粒子

は、回路が微細化するとマイグレーション（金属が絶

縁物等の上を移動する現象）が生じて短絡する問題が

ある。そのため、銅ナノ粒子インクの製造技術を確立

し、銀から銅へと移行することが望まれている。本研

究では、耐酸化性に優れる銅ナノ粒子インクを作製し、

焼結後の導電特性を評価した。 

 銅ナノ粒子インクは、ポリオール還元法により合成

した銅ナノ粒子（平均粒子径約10nm）を溶媒置換し

てドデカン中に分散させることで作製した。金属濃度

を50wt%とした場合でも、銅ナノ粒子は溶媒に対して

安定に分散できた。この導電性インクをガラス基板上

にスピンコートし、窒素雰囲気下および減圧下で加熱

した。得られた銅薄膜はそれぞれ26および35µΩcm
と低い抵抗率を示した。 

② 金属ニッケルナノ粒子のサイズ制御合成 
 我々はこれまで、ポリオール還元法によるニッケル

－白金合金ナノ粒子の合成において、塩化物イオンお

よび添加剤であるオレイルアミンが粒子成長を抑制す

ること、また、貴金属である白金ナノ粒子を種結晶と

して用いることで、一辺の長さが約20nm の立方体粒

子が得られることを明らかにした。 
 本研究では、ポリオール還元法におけるニッケルナ

ノ粒子のサイズ制御合成を目的として、加熱条件や添

加剤の種類および量などの合成条件を最適化した。こ

の結果、平均粒子径約20nm のニッケルナノ粒子の合

成に成功した。ニッケルナノ粒子は、中間体である層

状水酸化物がポリオール分子により還元されることで

生成することがわかった。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ポリオール還元法、ナノ粒子、遷移金属、

合金 
 
［研 究 題 目］生物規範階層ダイナミクス(1) 

［研究代表者］穂積 篤 

（サステナブルマテリアル研究部門） 
［研究担当者］穂積 篤（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、生物のサブセルラー・サイズ構造の階層性

に起因する動的特性（表面特性・界面特性・内部構造特

性）を材料科学・分子科学の視点から解明し、生物の多

様な機能（昆虫の足の可逆的接着性、カタツムリや蓮の

葉のセルフクリーニング現象、自己増幅・自己複製修復

機能、等）を規範として、新しいエレクトロニクス実装

技術（可逆的接合、セルフアライメント技術、防汚／防

錆性付与による長寿命化、微細結線）等を開発すること

を目標としている。研究担当者は、特に、表面（動的な

ぬれ性）制御による防汚／防錆性付与と、それによる材

料の長寿命化を担当する。 

 平成24年度までの進捗状況は以下の通りである。当初

の研究計画に従い、層状ハイブリッド皮膜の作製手法の

確立を目指し研究を実施した。 

 無機酸化物の原料として、ジルコニウムのアルコキシ

ド、構造規定剤として鎖長の異なるカルボン酸を用いて

透明な前駆溶液を調製した。当該溶液をガラス基板上に

スピンコートし、加熱処理することで透明性に優れた層

状ハイブリッド皮膜を作製することに成功した。この層
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状ブリッド皮膜表面はアルカン（油）に対し、優れた滑

落性と温度応答性を示すことが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］バイオミメティクス、汎用元素、はっ水

／はつ油処理、防汚／防錆性 

 

［研 究 題 目］マツノマダラカミキリのゲノム上に存在

する共生細菌由来遺伝子群の機能解析 

［研究代表者］相川 拓也（森林総合研究所） 

［研究担当者］相川 拓也、安佛 尚志（生物プロセス

研究部門）、菊地 泰生（宮崎大学・医

学部）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 既往の研究により、マツ材線虫病の病原体であるマツ

ノザイセンチュウを媒介するマツノマダラカミキリの染

色体には、節足動物の共生細菌として知られるボルバキ

アの遺伝子が数多く組み込まれていることが示されてい

る。本研究の目的は、このマツノマダラカミキリのゲノ

ム上に大規模に存在するボルバキア由来の遺伝子群の中

に、宿主昆虫に利用されている遺伝子があるかどうかを

明らかにすることである。本年度は、マツノマダラカミ

キリ成虫を人工飼育により多数作出し、それらの各組織

から抽出した RNA をトランスクリプトーム解析に供試

した。まず、マツノマダラカミキリ雌雄成虫をペアにし

て交尾させ、産卵用丸太に産卵させた。卵は丸太の樹皮

を剥いで取り出し、孵化幼虫は1頭ずつ人工飼料に入れ、

終齢幼虫になるまで発育させた。得られた終齢幼虫は順

次10℃で保管し休眠を覚醒させた。約3ヶ月後、終齢幼

虫を湿らせた濾紙を敷いたシャーレに移し、成虫になる

まで25℃で保管した。羽化後、性成熟するまで飼育した

マツノマダラカミキリ雌雄成虫を解剖し、精巣、卵巣、

筋肉、消化管を取り出し、各組織別に RNA を抽出した。

それらの RNA サンプルを材料とし、次世代シークエン

サーによる RNA シークエンシングを外部に委託し、遺

伝子の発現データを取得した。現在、解析を進めている

ところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マツノマダラカミキリ、ボルバキア、遺

伝子水平転移、遺伝子発現 
 

［研 究 題 目］モデル微生物共生系を用いた酢酸分解メ

タン生成機構の解明 

［研究代表者］加藤 創一郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 創一郎（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 酢酸は微生物メタン生成における重要な中間代謝産物

であり、その分解活性の多寡はメタン生成反応全体に大

きく影響する。酢酸分解メタン生成には単独型・共生型

の2種類の経路が存在する。それぞれの経路は各種環境

要因によって異なる影響を受けるが、その詳細な機構は

ほとんどわかっていない。本研究では、嫌気性廃水処理

メタン発酵・地下微生物圏のそれぞれにおける主要な環

境要因（高濃度アンモニア・高圧）をターゲットとして、

その酢酸分解メタン生成に及ぼす影響の定量的評価、お

よび機構解明を目的としている。 

 高濃度アンモニアによるメタン生成阻害の研究では、

各微生物の培養実験の結果、単独型のメタン生成が顕著

にアンモニア阻害に弱いことを見出した。さらに単独型

のメタン生成菌に対し詳細な培養実験、および遺伝子発

現解析を行うことで、(1)細胞内 pH ホメオスタシスの

崩壊、(2)メタン生成酵素群の直接的な阻害、(3)細胞内

酸化ストレスの上昇、といった様々な要因が高濃度アン

モニアにより引き起こされることが明らかとなった。 

 高圧がメタン生成に及ぼす影響の研究に関しては、各

微生物種を高い静水圧力下（15MPa、150気圧相当）で

培養を行えるシステムの構築に成功し、メタン生成が高

圧力下でも進行しうることを確認した。今後高圧条件下

での遺伝子発現変動などを調べることで、高圧がメタン

生成に及ぼす影響を明らかにしていく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微生物、メタン生成、酢酸分解、共培養、

アンモニア阻害、高圧 

 

［研 究 題 目］最も難治性である膵胆管系癌の早期質的

診断ならびに進展度診断のシステム構築 

［研究代表者］米澤 傑（鹿児島大学） 

［研究担当者］亀山 昭彦、松野 裕樹（生物プロセス

研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 数ある癌の中でも膵胆管系腫瘍は、現在、早期発見は

もちろん、治癒を望める段階での診断が困難な難治性の

癌である。それゆえ、膵胆管系腫瘍の悪性度の確定診断

ひいては早期診断法の確立が望まれている。本研究では、

一連のムチンファミリー抗原の発現様式と癌の生物学的

悪性度との関連性を新規メチル化パターン解析法を用い

て当該遺伝子プロモーター領域における DNA メチル化

の変化として高感度に検出し、さらに悪性度を規定する

ムチンの糖鎖修飾プロファイルとあわせることで、多角

的に異常ムチン発現及び修飾状況の解析を行い、難治性

の膵胆管系癌を早期に、かつ、その浸潤性や転移能など

の悪性度の診断もあわせて的確に行う方法を確立する。 

 産業技術総合研究所研究担当者は、ムチンの糖鎖修飾

プロファイルを分担している。今期はムチン糖鎖を調べ

るための実験プロトコールの検討を培養細胞を材料とし

て進めた。また、抗体を用いたムチンのコアタンパク質

の同定法の開発も行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気泳動、糖鎖、質量分析 
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［研 究 題 目］植物におけるアルミニウムおよび酸性ス

トレス感受性を制御する因子の同定 

［研究代表者］鈴木 馨（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鈴木 馨、Chuan-Ming Yeh 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 酸性土壌は、植物の生育に有害なアルミニウムの溶解

を促進し、また、空気中のチッソを肥料分としてとり入

れる土壌微生物の活性を著しく抑制するなど、農業に深

刻な影響を与える。酸性土壌で溶出した土壌中のアルミ

ニウムイオンは、植物の生育に必要なリンと結合し、難

溶性の塩を形成するとによって、結果として施肥効率が

低下を引き起こし、穀物などの生産量に大きな影響を与

えることが知られている。世界では約30%の耕地が酸性

土壌であり、これら酸性土壌条件下においても問題なく

生育出来る植物の開発が求められている。特に酸性条件

下で土壌に溶出するするアルミニウムイオンは根の細胞

の細胞壁に結合し、それによって活性酸素の発生を促し、

脂質の過酸化やミトコンドリアの機能障害を引き起こす

ことによって、生育阻害を誘導すると考えられているが、

その詳細な機構については明らかになっていない。 

 そこで本研究は、酸性土壌で生じるアルミニウムが、

植物の生育にどの様に影響し、生育阻害を誘導するのか

その分子機構について明らかにする為、シロイヌナズナ

全転写因子を網羅するキメラリプレッサー発現種子ライ

ブラリースクリーングし、アルミニウムイオンに対して

耐性又は過敏である株の単離を根の伸長を比較すること

によって行った。その結果、6種類の異なる転写因子に

対するキメラリプレッサーを発現するシロイヌナズナが、

野性型に比べて顕著に高い感受性を示し、別の1種類の

転写因子は、耐性を示す事が明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物、酸性土壌、 

 

［研 究 題 目］薬剤フリー環境において抗生物質耐性能

がもたらす微生物間相互作用および群集

動態変化 

［研究代表者］山本 京祐（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］山本 京祐（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 病原菌の薬剤耐性は、医学上の最重要課題のひとつと

して医学細菌学や公衆衛生上の観点から幅広く研究がお

こなわれている。しかし、治療時以外、すなわち薬剤フ

リーの環境における耐性菌の挙動についてはほとんど知

られていない。本研究では、薬剤耐性菌として知られる

緑膿菌と黄色ブドウ球菌との関係に注目し、薬剤フリー

の環境下において耐性能が微生物の種間相互作用や群集

動態、進化動態に及ぼす影響を解明することを目的とす

る。 

 各種臨床分離株を用いて様々な組み合わせで共培養を

おこない、それぞれの増殖や二次代謝産物産生能の変化

を解析し、薬剤耐性能の差異が種間の相互作用様式やそ

の強度に与える影響を評価した。緑膿菌 PAO1株に対し、

黄色ブドウ球菌の臨床株（メチシリン感受性株（MSSA）

2株、耐性株（MRSA）3株の計5株）を作用させ、互い

の増殖への影響を評価したところ、緑膿菌の増殖に黄色

ブドウ球菌の存在は影響を及ぼさなかったが、緑膿菌は

黄色ブドウ球菌の生育を阻害した。緑膿菌による生育阻

害作用の効果は黄色ブドウ球菌の株によって異なったも

のの、薬剤耐性とは特に相関はみられなかった。一方で、

共培養時の緑膿菌の二次代謝産物（pyocyanin）産生能

が緑膿菌単独培養時に比べて変化し、さらにその変化は

共存する黄色ブドウ球菌の株によって異なった。このこ

とから、黄色ブドウ球菌は緑膿菌によって生育を阻害さ

れながらも、緑膿菌の代謝に影響を及ぼし、その作用も

株レベルで多様性があることが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］薬剤耐性、種間相互作用、共進化 

 

［研 究 題 目］複合適応形質進化の遺伝子基盤解明 

［研究代表者］長谷部 光泰（基礎生物学研究所） 

［研究担当者］長谷部 光泰、深津 武馬（生物プロセ

ス研究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生物進化の一般法則として、自然選択理論、中立進化

理論が構築された。これらの理論は複数の生物材料の研

究結果から、それらを総合することによって初めて考案

できたものである。しかし、これらの理論でも未だうま

く説明できていないのが複合適応形質の進化である。本

研究領域では、複合適応形質がどのように進化するのか

を研究し、従来の進化理論で複合適応形質の進化を説明

できるのか、あるいは、新しい共通理論が必要なのかを

明らかにすることを目指している。総括班は計画・公募

研究の支援をするとともに、各研究結果の一般性を探り

出すことを目的として設置する。 

 本年度は以下を行った。 

(1) 領域ホームページの作成管理 

  http://staff.aist.go.jp/t-fukatsu/SGJHome.html  
(2) COMPLEX ADAPTIVE TRAITS Newsletter 

  Vol.3 No.1-10の発行 

http://staff.aist.go.jp/t-fukatsu/ 
SGJNewsletters.html  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］光プローブを応用した生体イメージング

法による画期的術中ライブ診断法の開発 

［研究代表者］尾崎 倫孝（北海道大学） 
［研究担当者］森田 直樹（生物プロセス研究部門）、
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近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門）（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では光プローブを用いて、腫瘍細胞に発現する

特異的分子をターゲットとした新規生体イメージング法

の開発により、より迅速、より低コスト、より手軽で画

期的な術中マクロ・ミクロ診断法を新規開発することを

目的としている。 

 腫瘍細胞の表層に特異的に発現している腫瘍マーカー

について、その分子を認識する抗体に自己励起型近赤外

発光プローブを結合し、「光プローブ搭載抗体」を作出

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］光プローブ、生体イメージング、術中ラ

イブ診断法、術中超迅速診断法、自己励

起型近赤外発光プローブ、ルシフェラー

ゼ、光プローブ搭載抗体 
 

［研 究 題 目］組込みソフトウェアの安全な構築のため

の C言語のモデルとその形式検証 

［研究代表者］Affeldt Reynald 
（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］Affeldt Reynald、大岩 寛 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 ソフトウェアに対して信頼性の高い保証を与える技術

として、形式検証が注目されている。しかし、多くのソ

フトウェアは低レベルな言語で書かれており、検証には

技術的な詳細が多く必要で、現状では完全な形式検証に

よる安全性の保証はまだ困難である。本研究では組込み

応用向けプログラムを検証するために、動作環境の差異

と移植性を考慮した C 言語のモデルとその論理を形式

化することを目的にする。本研究では既存の C言語の形

式モデルと比較して、プラットフォームにより異なる意

味論を一旦抽象化し、その後プラットフォームごとに個

別化することで、C 言語とアセンブリ言語を組み合わせ

たプログラム全体の形式検証を可能とする。 

 本年度は、アセンブリ言語のプログラムのための形式

検証基盤を改良した。その上で、詳細化という技術を用

いて、この基盤上での形式検証のケーススタディを行い、

実用性を確認した。ここで用いた詳細化技術は、疑似コ

ードとアセンブリ言語プログラムの関係を形式的に表現

し、それらの対応関係を用いて形式検証を容易にする技

術である。具体的な結果としては、MIPS アセンブリに

よる符号付き多倍長整数演算関数の実装25個（313行）

に分離論理を適用して検証し、これらを用いた2進拡張

互除法のアセンブリ言語プログラムの詳細化による検証

に成功した。これらの検証した関数の行う処理は暗号ス

キームの実装などにしばしば使われるもので、今後の実

験結果のライブラリとしての再利用も期待できる。これ

らのプログラムと検証結果をライブラリ化し公開し、国

際雑誌に掲載された[1]。つぎに、開発中の C 言語の形

式検証基盤の拡張に関しては、これまでの C 言語コン

パイラの実装の知見を元に形式化の詳細の検討を行い、

関数呼出しに関する形式化手法の可能性を調査・検討し、

プロトタイプを作成した。また、その準備のために定理

証明支援系の最新技術なども検討し、国際学会などで関

係する研究者への成果の普及と意見交換を行った。 

[1] Reynald Affeldt. On Construction of a Library of 
Formally Verified Low-level Arithmetic Functions. 
Innovations in Systems and Software Engineering, 
9(2):59-77, 2013. NASA/Springer. 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］形式検証、定理証明支援系、C 言語 

 

［研 究 題 目］完全準同型ファンクショナル暗号の実現

に向けた挑戦的研究 

［研究代表者］Attrapadun Nuttapong 
（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］Attrapadun Nuttapong 
（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、クラウドコンピューティングにおけるセキ

ュリティソリューションとなる暗号方式を提案する。こ

れまでに、クラウド上のデータベース管理と、クラウ 

ド上のデータ処理時のセキュリティが主な課題であるが、

クラウドプロバイダーの信頼性を仮定せず、かつ、プラ

イベートクラウドを利用しない状況での解決方法はまだ

提案されていなか った。本研究はこのような状況にお

いても安全なシステムを考案する。具体的な成果は、効

率のよいかつ高度なアクセス制御機能を持つ暗号方式と

してコンパクトな「関数型暗号」の提案 および、デー

タが正しく処理される際にデータの真正性が保持される

仕組みである「準同型電 子署名」の提案である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］公開鍵暗号、関数型暗号、準同型署名、

クラウドセキュリティ 

 

［研 究 題 目］よりよい効率性と厳密な安全性証明を有

する新しいパスワード認証方式に関する

研究開発 

［研究代表者］辛 星漢（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］辛 星漢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、実世界でもっともよく使われている暗号学

的な認証方式に係るものであり、その中でも短いパスワ

ードだけを使って相互認証と安全な通信路を確立するパ

スワード認証方式をターゲットにしている。本研究の目

的は、既存のパスワード認証方式を理論的に分析した上、

もっとも効率がよくてかつ厳密な安全性証明ができる新
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しいパスワード認証方式を提案し、国際標準団体でその

認証方式の標準化活動を行うことである。 

 平成24年度では主に以下のような研究成果が得られた。

サーバからパスワード認証情報が洩れてもユーザの成り

すまし攻撃ができないパスワード認証方式（AugPAKE）

をインターネットの標準的な認証鍵交換モジュール 

IKEv2（Internet Key Exchange Protocol version 2）
へ適用した仕様が、国際標準団体 IETF（ Internet 
Engineering Task Force）より2012年6月に新たな規格

Experimental RFC 6628として承認・発行された。そ

して、その紹介記事を産業技術総合研究所公式 HP の主

な研究成果（2012年9月）と産業技術総合研究所広報誌

の産総研 TODAY（2013年2月）に掲載した。また、パ

スワード認証方式 AugPAKE を TLS（Transport Layer 
Security ） へ適 用したイン ターネッ トドラフト

（Internet-Draft）を2013年3月に IETF TLS Working 
Group へ提案した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パスワード認証、効率性、証明可能な安

全性、国際標準化 

 

［研 究 題 目］有用な付加機能をもつ電子認証技術に関

する研究 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、Jacob Schuldt 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 非常に多くの電子情報システムにおいて、データの保

全性を保証するための極めて重要な要素技術として、す

でに電子署名の活用が広くなされている。しかし、従来

の電子署名の機能は必ずしも十分ではなく、情報システ

ムの高度化に伴い、有用な付加機能や、それに付随した

より高度な安全性がなおも求められている。本研究にお

いては、そのような社会的要望に応えることを主たる目

的としている。また、ここで得られた知見を活用し、そ

れを電子署名以外の暗号技術（たとえば、(非)対話証明

など）にも適用し、さまざまな実用的暗号技術の研究お

よび開発を行っている。本研究計画の最終年度である本

年度においては、特に、プライバシ保護機能をもつ認証

技術のうち最も基本的な技術のひとつであるグループ署

名やその関連技術について、それらの安全性評価および

安全な構成方法について研究を行った。グループ署名に

関しては、従来の安全性の定義においてとらえられてい

なかったタイプの現実的な攻撃方法の存在を示唆し、よ

り幅広い利用環境での利用に耐えうるための新たな安全

性定義と、それを満足するための具体的な構成方法を示

した。また、グループ署名と同様に、利用者が自分自身

がある利用者集合に含まれていることをゼロ知識対話証

明で証明可能な認証プロトコルの提案も行った。さらに、

公開鍵暗号の構成に関する基礎的理論の整備も行い、証

明可能安全な公開鍵暗号における暗号文サイズの非自明

な下界を明らかにした。これらの成果により、国際会議

に合計三件の成果が採録されている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電子署名、認証方式、証明可能安全性、

付加機能 

 

［研 究 題 目］問題ある平文の暗号化を不可能とする暗

号方式の実現に関する研究 

［研究代表者］花岡 悟一郎 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］花岡 悟一郎、Reynald Affeldt、 
Nuttapong Attrapadung、 

縫田 光司（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、近年の緊迫した世界情勢を鑑み、

高度に安全であると同時にテロリスト等による悪用を許

すことのない情報通信ネットワークの確立を大きな目的

とする。特に、そのようなネットワーク社会において真

に要求される全く新たな暗号技術の実現を目指す。現在、

多くの研究者による活発な研究開発により、最新の暗号

技術によって提供される安全性は極めて高度なレベルに

達していると考えられる。その一方で、そのような技術

は、テロリスト等が犯罪行為を行う際の情報伝達にも非

常に有用な技術となっている。そのため、善意の利用者

による正当な暗号技術の利用を制限するか、もしくは、

テロリスト等による暗号技術の不正利用を黙認するかの

どちらかをせざるを得ない状況である。この事態を根本

的に解決する技術の創出が本研究の目標となる。 

 三年計画の4である平成23年度においては、前年度に

おいて設計および安全性評価を行った、平文空間に関し

て動的な制限を加えることが可能な公開鍵暗号方式につ

いて、その問題点を検討し、それを克服するための基盤

的理論の構築と、要素技術の設計を行った。本年度は、

特に、検索可能暗号、関数暗号、ゼロ知識証明について

研究を行い、これらの技術の拡張に基づく、本研究の目

的を達成するための方針を明らかにした。 

これらの成果は、国際英文誌および査読付国際会議に採

録されている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］公開鍵暗号、証明可能安全性、選択暗号

文攻撃、ゼロ知識証明、公開鍵基盤

（PKI） 

 

［研 究 題 目］クラウドコンピューティング環境でも高

い安全性･信頼性を持つ公開鍵暗号技術

の研究 

［研究代表者］松田 隆宏 

（セキュアシステム研究部門） 
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［研究担当者］松田 隆宏（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、クラウド環境でも高い安全性・信頼

性を持つ公開鍵暗号技術を提案することである。具体的

には、(1)クラウド環境において不可避な「計算を委託

する」という状況でも、サービス提供者におかねばなら

ない信頼性のレベルを可能な限り低減することのできる

公開鍵暗号技術、及び、(2)クラウドデータストレージ

サービスでの利用を想定し、暗号化されたデータへの高

度かつ柔軟ななアクセス制御が可能な公開鍵暗号技術の

構築に取り組む。 

 研究目的(1)に関する研究では、前年度に引き続き、

「代理人再暗号化方式」及び「準同型性暗号方式」に関

し研究を推し進めた。代理人再暗号化方式とは、ある受

信者宛ての暗号文を、別の受信者宛ての暗号文へと復号

することなく変換できる機能を持つ公開鍵暗号方式であ

る。本年度は「再暗号化操作時の不正の検証」という概

念を新たに導入し、さらに前年度に構築していた代理人

再暗号化方式に「検証可能性」を持たせる拡張方法を示

した。一方、準同型暗号とは、データを暗号化したまま、

暗号文のみを用いて平文に関する様々な演算を行うこと

が可能な暗号方式である。本年度は、前年度に提案して

いた準同型演算にアクセス制御機能を付与した「鍵付き

準同型暗号」の構成法について厳密な安全性評価を行っ

た。 

 また、研究目的(2)に関する研究では、本年度はその

汎用性の高さから、「数値データがある範囲に属するか

否か」によりデータへのアクセス制御が可能な「範囲暗

号」に着目し、研究を推し進めた。範囲暗号では、暗号

文には「範囲」が、復号用鍵には「点の座標」が紐づけ

られており、復号鍵に紐づけられた点の座標が暗号文に

紐づけられた範囲に属する場合にのみ、その暗号文を復

号できる。範囲暗号を部品として、多次元の点や範囲に

紐づけられたデータに対しクエリの情報を秘匿した状態

での検索や、匿名性を保ちつつ年齢認証や場所認証など

が可能となる。本年度は実用的効率性を持つ方式の構成

法、座標・範囲を多次元版や閾値版へ拡張した方式など

を提案した。 

 これらの成果は、国際会議、国内研究会などにおいて

発表がなされている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］暗号技術、クラウド、証明可能安全性 

 
［研 究 題 目］糸状菌の環境認識シグナルと接着に関す

る、表面工学手法を利用した解析 
［研究代表者］中野 美紀 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］中野 美紀、三宅 晃司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 糸状菌バイオフィルムの制御は食品産業、工業、医療

現場さらには住環境の衛生管理において重要な課題であ

る。糸状菌では酵母等とは異なる独自の環境認識機構に

より接着が誘導されていることが遺伝学的解析およびゲ

ノム情報から示唆されている。しかし、糸状菌の接着を

誘導する環境認識機構や接着機構は殆ど明らかになって

いない。 

 Magnaporthe oryzae はゲノム情報を利用した様々な

解析が可能な糸状菌である。当研究グループでは表面工

学技術により作製された分子修飾基板を用いた研究から、

M. oryzae をはじめとする様々な糸状菌において基板表

面の分子特性により接着が制御されていることを示唆す

る結果を得た。そこで本研究では M. oryzae をモデル

として用いて、糸状菌における「環境認識シグナルによ

る接着制御」を明らかにすることを目的として研究を行

った。 
 M. oryzae の環境認識に関わるシグナル伝達に関わる

遺伝子の変異株の中から糸状菌の接着を阻害する分子修

飾基板に対して接着性を示す菌のスクリーニングとその

接着時の遺伝子発現解析を行った。その結果、M. 
oryzae において表面接着を制御するシグナル伝達経路

が明らかになった。さらにそのシグナルにより接着時に

発現が制御されている遺伝子の絞り込みを行い、接着に

関わると考えられるいくつかの候補遺伝子を見出した。

そのうち分泌タンパク質をコードする1遺伝子について

は破壊株を作出し、この遺伝子が発芽直後の接着（初期

接着）に必要な遺伝子であることを確認した。この研究

は、独立行政法人農業生物資源研究所・植物・微生物相

互作用研究ユニットと共同で行ったものである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］糸状菌、表面接着、器官分化、遺伝子、

自己組織化 
 
［研 究 題 目］微小重力で明らかにされる超流動ヘリウ

ムの特異な膜沸騰の実相と伝熱促進効果

の解明 
［研究代表者］木村 誠宏 

（高エネルギー加速器研究機構） 
［研究担当者］間宮 幹人（先進製造プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 超流動ヘリウム（He II）は、それ自身が超流動性や

超熱伝導性などの特異性を持つだけではなく、その沸騰

においても非常に特異な特性を持っている。本研究は、

微小重力場での実験を通して He II の膜沸騰について

熱流体力学的な解釈を行い、その実相の解明を目的とす

る。さらに飽和からサブクール領域（大気圧）まで広い

範囲並びに2次元の狭小領域から開放空間に亘る He II
の3次元の沸騰モードマップを完成し、宇宙航空分野へ

の工学的応用の基礎データとする。 
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 本年度は、昨年度に引き続き自由落下用小型軽量クラ

イオスタットを用いた飽和超流動ヘリウムの沸騰実験と

実験結果の解析を行った。また、解析の要となる可視化

部の解像度の性能向上を目指した改良も並行して行い、

実験の精度の向上を図った。また、地上での重力場での

実験と並行して高エネ研が所有する自由落下実験用クラ

イオスタットを用いて微小重力場での HeII 膜沸騰への

対流熱伝達の寄与を検証した。 

 具体的な結果としては、1G の重力下で Rayleigh-
Taylor 不安定性を伴う細線ヒータ廻りの膜沸騰してい

るのが観察されたのに対し、微小重力環境下へ遷移する

のに伴って、その不安定性も変化していくことが確認で

きた。 

 以上の実験と解析結果は、本年5月には福岡市で開催

された国際低温会議（ICEC24）において報告を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］微小重力、落下塔、可視化、超流動、膜

沸騰、クライオスタット 
 

［研 究 題 目］マイクロリアクター内のソノケミストリ

とソノルミネッセンスの研究 

［研究代表者］安井 久一 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］安井 久一、辻内 亨（計測フロンティ

ア研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、マイクロ流路中で超音波照射によっ

て化学反応の促進を図ることにあるが、本年度は、マク

ロな系での数値シミュレーション・モデルの検証と、マ

イクロ流路中での気泡内化学反応の数値シミュレーショ

ンに向けたモデル化を行った。 

 マクロな系において、カリフォルニア大学の

Putterman のグループは2011年に、キセノン気泡が、

音波照射下で潰れるときに、瞬間的ではあるが100W の

強度の光を放射することを実験で見出した。我々は、キ

セノン気泡の圧壊に関して数値シミュレーションを行い、

実験と一致するほぼ100W の発光を得た。その理由は、

気泡内の高密度によるイオン化エネルギーの著しい低下

であることが分かった。 

 一方、マイクロ流路内での気泡振動に関して、シンガ

ポールの Nanyang Technological Univeristy の Ohl と
情報交換、ディスカッションを行った。マイクロ流路中

では、気泡形状が1次元となり、特異な膨張、収縮の振

る舞いを示すことが分かった。数値シミュレーションの

モデル化では、イギリスの University of Southampton
の Leighton が2011年に発表した論文で導いた式が適用

できることが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、キャビテーション、マイクロバ

ブル、発光、化学反応、マイクロ流路 

［研 究 題 目］防災音声放送の聞こえにくさを「見せる

化」するハザードマップの推計手法 

［研究代表者］大久保 朝直（(財)小林理学研究所） 

［研究担当者］今泉 博之（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
防災音声放送システムのスピーカ群から一斉に同じ内

容の音声が放射されると、複数のスピーカから受聴者ま

での到達時間に差が生じ、音声がずれて重なる。時間ず

れが大きいと異なる音節が重なるため、了解性が低下す

る。都市域の建物周辺における防災音声放送の了解性や

放送拡声系の高度化に関する研究が東日本大震災の発生

と前後して盛んになる中で、本研究は、遠距離の屋外音

響伝搬における気象影響を考慮しながら防災音声放送の

了解性を推計するモデルの確立を目的とする。この推計

モデルの用途として、防災音声放送了解度の分布を描い

た防災ハザードマップの提供、あるいは了解性の変動を

考慮したスピーカ配置設計の支援を想定する。 

平成24年度から26年度までの3カ年を実施期間とし、1

年目である平成24年度の概要は以下の通りである。 

1）了解性推計モデルは、遅延音群の時間パターンを

予測するモデルと、その時間パターンに基づき了解度を

算出するモデルから構成した。 

2）遅延音群予測モデルでは、振幅を距離減衰だけで

はなく、長距離屋外音響伝搬における気象影響や地表面

効果なども考慮して算出する点を特色とする。 

3）遅延音重畳の影響に関する了解度（Iecho）を n 個

のスピーカから到達する寄与間の時間差および音圧レベ

ル差をパラメータとする関数として定義、また周辺の暗

騒音との SN 比による了解度（ISNR）は、単語の親密度

をパラメータとして関数化された単語了解度を用いるこ

ととし、遅延音重畳と SN 比の両方を考慮した了解度を

Itotal＝Iecho×ISNRとして算出することを提案した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］防災音声放送、ハザードマップ、了解度、

SN 比、長距離伝搬、気象影響、地表面

効果 

 
［研 究 題 目］孔内用精密制御振源とトモグラフィ解析

による表層地盤の S 波速度構造の高精

度決定 
［研究代表者］渡辺 俊樹（名古屋大学） 

［研究担当者］国松 直（地圏資源環境研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、表層地盤の S 波速度構造を高精度かつ

高分解能に決定するために、従来の孔内用 S 波振源で

達成し得ない高品質な S 波波形記録を取得することが

可能な新たな振源装置の開発と、その精密制御によるデ

ータ取得および解析の方法を確立することを目的として
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いる。すなわち、モーター制御の偏心錘による振源に、

精密制御定常信号システム（ACROSS）によって確立

された高度な信号設計とデータ処理手法を組み合わせ、

取得されたデータから S 波速度トモグラフィによる高

精度・高分解能な S 波速度構造を決定する。 

 今年度は、まず、振源装置の仕様を決定して設計を行

い、振源機構の基本動作部分を製作した。当初の計画で

は、振源機構のプロトタイプモデルを作成し、基本的な

性能試験を行う予定であったが、要素技術の調査と仕様

や設計について検討を重ねた結果、最初から実用試験機

の基本動作部分の製作を行うことにした。これにより、

開発期間の短縮と研究経費の効率的な使用ができた。 

 製作した振源機構は、孔中に設置する振動発生部（モ

ーターと偏心錘、モニター計測用センサで構成される）

と地上に設置する制御回路部からなっている。基本動作

部分の完成後、振源機構の基礎的な動作試験を実施した

結果、当初の仕様をほぼ満足することができた。2個の

錘を同一方向に回転させるモードと互いに反対の方向に

回転させるモード（直線加振モード）のそれぞれが実現

可能である。さらに分解能向上を目標として最大の回転

周波数90Hz を目標としたが、これを実現するためには、

回転数の向上とさらなる軽量化が課題であり、次年度に

改良を実施することにした。振源の孔内への固着機構の

開発と実装も行う。 

 データ解析処理については、すでに開発ずみのプログ

ラムを本システムに適用可能なように調整する必要があ

り、それについて検討を開始した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地盤構造、S 波速度、振源装置、トモグ

ラフィ 

 
［研 究 題 目］アジア有害元素汚染地域における食のリ

スク評価と専用大気 PIXE 分析システム

の構築 

［研究代表者］村尾 智（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］村尾 智（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 牧畜とスモールスケールマイニングが共存するモンゴ

ル北部の村について現地調査とリスクアセスメントを行

った。その結果、鉛の健康リスクがきわめて高いことが

判明し、早急な対策が必要と結論した。成果の一部は学

会で公表し、また、一連の研究業績が認められモンゴル

科学大学より客員教授号を授与された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

「キーワード」モンゴル、鉛、砒素、PIXE、スモール

スケールマイニング 

 

［研 究 題 目］沈み込み帯のマグマの成因：最初は一つ

の玄武岩マグマか？ 

［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］石塚 治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、マリアナ弧の火山フロント周辺に噴

出しているマグマを検証し、「それぞれの火山は一つの

玄武岩初生マグマから導かれたのか」、「玄武岩初生マグ

マは NW Rota-1のように二つ存在するのか」、または

「初生マグマには二つ以上の多様性が存在するのか」、

を明らかにすることである。今年度は、系統的に多数の

試料を分解するマイクロウエーブ試料分解装置を導入し

た。それの立ち上げを進めると同時に、マリアナ弧の火

山体、パガン及びアラマガン火山などから採取された溶

岩の系統的な微量成分分析及び同位体組成分析を実施し

た。これにより Pagan 島及びアラマガン島海底部のマ

グマに、明瞭に化学的特徴の異なる2種類の初生マグマ

に由来するものが存在することが明らかになった。微量

成分組成と同位体組成の相関から、初生マグマの組成が

異なる原因は、物性が異なるスラブ由来物質の寄与によ

り説明される可能性が高いことが明らかになりつつある。 

［分 野 名］地質   

［キーワード］沈み込み帯、初生マグマ、マントル、マ

リアナ島弧 

 

［研 究 題 目］全国の教室に露頭を届ける「地質宅配便

計画」 

［研究代表者］植木 岳雪（地質情報研究部門） 

［研究担当者］植木 岳雪（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

今年度は3年計画の最終年にあたり、学校教員を対象

にした地層のはぎ取り標本の野外での作成実習と、室内

での授業実践例の紹介をあわせたフォーラムを、京都教

育大学において実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地学教育、学校教育、地層、はぎ取り標

本 

 

［研 究 題 目］ジュラ紀アジア大陸東縁における大横ず

れ断層運動の復元 

［研究代表者］勝部 亜矢（地質情報研究部門） 

［研究担当者］勝部 亜矢（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 東アジア地域では内陸地域から大陸縁近において

2000km にも及ぶ中生代の大規模な横ずれ断層が知られ、

当時のプレート運動との関連が示唆されている。日本海

に面する地域においても同時期の約500km 規模のいく

つかの断層が存在し、これらが連続し大陸縁辺期の古日

本列島の地殻構造に大規模な影響を与えた可能性を指摘

できる。白亜紀以降の地殻変動で地質構造学的な対比が

不十分なこれらの断層の連続性とその運動像を明らかに

する為に、断層周辺に分布する中生代・古生代堆積層の

広域対比と堆積時の地殻変動による後背地変化の検討を
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目的とした。 

 本課題の最終年度である平成24年度は、①平成23年度

までに採取した中国大陸南東部、朝鮮半島中部～南西部、

日本列島飛騨帯南縁部、ロシア沿海州の中・古生代砂岩

試料の砕屑性ジルコン年代分析、②砕屑物供給源となる

大陸地域の年代データ整理、③砕屑性ジルコン年代分布

の統計解析による後背地対比、③糸魚川－静岡構造線周

辺の地形発達と浸食作用調査に基づく中生代の横ずれ変

動による砕屑物供給源機構モデルの検討、を実施した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ 東アジア、中生代、砕屑性ジルコン年

代、後背地解析 

 

［研 究 題 目］オフリッジ火山から高速拡大海嶺のモホ

遷移帯マグマプロセスを探る 

［研究代表者］岸本 清行（地質情報研究部門） 

［研究担当者］岸本 清行、石塚 治、下司 信夫 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、日米の協力のもとに双方が観測を展

開し、東太平洋海膨14°S 付近の巨大溶岩原を中心とし

たオフリッジ単成火山群を対象として産状観察、主要・

微量元素および同位体組成分析、年代測定及び電気伝導

度構造探査を行い、オフリッジ火山群の１）産状と定置

過程、２）岩石学的・地球化学的特徴とオフリッジマグ

マの成因、３）給源マグマ溜りの分布と規模、４）脆性

地殻の歪みの時空分布を明らかにすることである。これ

らに基づいて、高速拡大海嶺のマグマ供給系及びマグマ

生成過程においてモホ遷移帯が果たす役割を解明すると

ともに、海洋地殻形成とプレート拡大過程の定量的解明

を目的とする。 

 本年度は、当初研究計画で予定していた東太平洋海膨

における調査航海が実施できなかったため、主に2004年

度調査航海にて採取した既存の試料を用いた分析を行い、

マグマシステムの復元を試みた。SEM-EDS システム

を用いた火山ガラス及び鉱物化学組成により、オフリッ

ジ火山における海底噴出物試料の岩石学的解析を行った。

EDS による多元素同時測定のための定量分析条件を、

標準試料および実際の中央海嶺のガラス試料を用いて行

い、精度の高い定量分析を実現することが可能となった。

この測定方法を用いて、2004年の東太平洋海膨の調査に

よって採取された中央海嶺拡大軸・オフリッジ火山から

噴出した火山ガラスおよび、我が国における苦鉄質火山

の噴出物に含まれる火山ガラスの化学組成の測定を行っ

た。その結果、主要元素組成では相対精度数%以下の再

現性の高い測定を実施できた。 

 また、これまでに得られている海底地形データやサイ

ドスキャン画像データ等をコンパイルし、地形地質構造

解析を進め、来年度調査航海提案の準備のため文献調査

を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］中央海嶺、マグマ、テクトニクス、地質

構造 

 

［研 究 題 目］北極海の海氷激減－海洋生態系へのイン

パクト－ 

［研究代表者］原田 尚美（海洋研究開発機構） 

［研究担当者］原田 尚美、田中 裕一郎（地質情報研

究部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、北極海の海氷減少に伴う環境変化を捉え、

それに伴って海洋生態系がどのような影響を被るのかを

解明するために、動・植物プランクトンの経年変化（季

節変化）の解析を行う。海洋調査船「みらい」による北

極航海において、海洋表層での生物起源粒子の季節変化

及び鉛直・水平方向のフラックス変化を解明するために、

北極海シベリア沖の NAP 観測地点（75°N、162°W、

水深1975m）において、セジメントトラップ係留系を

300m 層、1300m 層の2層に設置した。回収されたトラ

ップ試料について円石藻フラックスの分析を行った。そ

の結果、冬季の11月～12月は、ほとんど産出がなく、海

洋表層が海氷によって覆われた1月～6月はまったく産出

しない時期が続いた。一方、海氷が溶けた後の7月～9月

は、円石藻フラックスは低いものの産出が観察された。

この傾向は、炭酸カルシウム殻を持つ浮遊性有孔虫フラ

ックスと類似していることが認められた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球温暖化、北極海、海洋生態系、海洋

観測、円石藻 

 

［研 究 題 目］音響機器・自律型水中環境観測ロボット

による潮汐卓越型海域の泥粒子堆積過程

の解明 

［研究代表者］秋元 和實（熊本大学） 

［研究担当者］秋元 和實、七山 太（地質情報研究部

門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 有明海は潮流が速いために、海水中に浮遊する泥分が

多く、いつも濁っている。しかし、諫早湾口の防潮堤の

建設により、潮流が遅くなって浮泥が沈みやすくなり、

海水の透明度が上がったことで、赤潮プランクトンが増

殖しやすくなったとも言われている。さらに、底質の泥

質化が進み、砂地がなくなったため、生態系に異常が生

じている。有明海での泥粒子の生成－拡散－堆積過程の

特性を把握するために、熊本大学沿岸域環境科学教育研

究センターの秋元和實准教授と共に、長崎県諫早湾で現

地調査を3ヶ年計画で進めてきた。 

 最終年度には、測深・サイドスキャンソナーで海底地

形および底質分布を、地層探査機で海底下20m までの

地層の厚さを、自律型水中環境観測ロボットで濁度、流
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向・流速を台風が九州を通過した直後に精査する予定で

あった。しかし残念ながら、調査予定日の気象条件に恵

まれず、今年度は十分なデータは得られなかった。現在

までに得られた観測データに基づいて、諫早湾の海底地

形を3D 化することを試みている。なお、我々がこれま

で得られた海底の表層試料からは浮泥と呼べるゲル状の

物質は見いだせてはいない。これは、浮泥が出水時に河

川から有明海に土砂として流入し浮泥化した後も、一定

の場所に留まらず潮流によって掃き寄せられるように移

動し続けるためと考えられる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ 音響機器、自律型水中環境観測ロボッ

ト、潮汐卓越型海域、泥粒子、堆積過程、

浮泥 

 

［研 究 題 目］現世および化石カキ礁の形成過程から解

明する古環境とカキ類の古生態変遷 

［研究代表者］安藤 寿男（茨城大学） 

［研究担当者］安藤 寿男、秋元 和實（熊本大学）、

七山 太（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現世及び地質時代のカキ礁の発達様式や海面変動との

関係をモデル化することを目的として3ヶ年計画で実施

してきた。最終年度は、亜熱帯浅海生の現世のカキツバ

タ礁マウンド群の生態の検討を行った。八代海南部、鹿

児島県出水市の西北西方沖約10km の水深30～40m の海

域には、直径40～70m、高さ5～7m のマウンド90個弱

ほどが密集する大曽根マウンド群が知られている。マウ

ンドの分布や外形、表面がカキツバタを主とする貝殻で

覆われていることが明らかにされたが、成因や内部構造

は不明であった。この度、マウンド群の構造や底生生物

の詳細を解明するため、平成24年6～7月にマウンド群南

半部について、精密海底地形探査、海底地質構造調査を

行い、マウンド1ヶ所で潜水調査を実施した。 

マウンド群は、東シナ海との開口部に近い潮流の強い

海底にあって、おそらく海底下の活構造に支配された、

北西-南東方向の配列をしている。マウンドは直径・高

さ比が約10：1で、平面形態がほぼ円形の半ドーム形を

なしている。 

 マウンド表面は、大半が貝殻質底をなしており、隙間

は含貝殻片砂質泥底で、全体をデトリタス質泥が薄く覆

う。貝殻質底はカキツバタの中～大型個体（殻高8-

15cm）の死殻を主体とし、上面に生貝が少数固着して

いる。生貝は単独の横臥個体も少なくないが、数個体の

固着塊をなすものがあり、リレー型固着個体も認められ

る。しかし、固着塊は散在的で、枠組みを作ってはいな

い。アズマニシキ、フネガイ、ウミギク等の二枚貝も付

随的に産する。幾つかのベントスも確認でき、多様な生

物の生息場となっている。海底下数10cm までは、貝殻

質未固結堆積物となっている。マウンドはカキツバタ礁

と呼べる構造物となっているが、これほど大規模な礁は

これまで少なくとも日本近海では知られていない。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］八代海、出水沖、水深30m、海底マウン

ド群、カキツバタ礁 

 

［研 究 題 目］プログラム可能な紐結びシステムに関す

る研究 

［研究代表者］音田 弘（知能システム研究部門） 

［研究担当者］音田 弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、種々の紐結びをプログラムで記述し

実行できるシステムを実現するための手法を開発し、そ

れを通して作業を実現するための動作制御を視覚などの

外界情報を利用して体系的に行うための方法論を確立す

ることにある。 

このため本研究では、 

・視覚と力覚による紐の形状・状態特徴量の抽出、 

・形状・状態特徴量とロボット動作との関係の抽出およ

びそれに基づく動作制御、 

・上記に基づく紐結びの各ステップに対応した動作プリ

ミティブ（スキル動作）の実装、 

・スキル動作の組み合わせによる紐結び作業の実現 

を行い、種々の紐結びをプログラムで記述し実行できる

システムを構築する。本研究において、研究分担者とし

て下記を担当した。 

 紐結び作業では結び目のようなトポロジーのみを考慮

した操作だけでなく紐の長さを調整したり、結び目の位

置を調整したりすることが必要となる。そのような計量

を考慮して、結び目の位置、紐の形状の一部をなすセグ

メントの長さ、これらの量を増減する基本動作を表現す

るための、紐および結び作業のモデル化を行った。紐の

セグメントを形成する箇所をあらかじめ支持する準備動

作、それに対して結びの手順を実行する結び動作、最終

的な長さを調整するための調整動作をその基本動作を導

出した。紐の形状モデル・物理モデルの拡張と、結び目

を作る際の把握位置、把握位置の変位、引っ張りの方向、

張力を用いたモデルを構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］知能ロボット、スキルトランスファー、

作業教示、柔軟物操作 

 

［研 究 題 目］知能化センサネットワークによる障害・

高齢者の健康リスク管理技術の開発 

［研究代表者］井上 剛伸（国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター） 

［研究担当者］児島 宏明、佐宗 晃、佐土原 健 

（知能システム研究部門）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 
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 在宅の障害者・高齢者の健康リスクを管理するための

高度センシング技術とセンサネットワークシステムの構

築を目的として、国立障害者リハビリテーションセンタ

ーを代表に研究を行なっている。全体目標としては、障

害者・高齢者が直面する主要な健康リスクとして、褥瘡

リスク、温熱リスク、運動機能低下リスク（ロコモティ

ブシンドローム）を取り上げ、関連する物理量を継続的

に監視するセンサの要素技術を開発するとともに、セン

サ群からのマルチモーダル情報を収集・解釈して、検知

した健康リスクを可視化・周知・軽減する知能化センサ

ネットワークの構築を目指す。そのうち産総研では、マ

イクを用いた音響的センサ技術の開発を担当している。 

 今年度は、3年間のプロジェクトの初年度として、こ

れまでに研究を進めてきた音響的特徴量抽出手法を、屋

内における活動量のセンシングに応用するための方針を

検討した。そのために、足音などのデータを用いて適用

可能性を確認するともに、手法の改良点を抽出した。ま

た、家屋内でセンサネットワークに接続して簡便に運用

できるように、小型機器への実装を進めた。開発中の音

響的特徴手法を1辺10cm 程度の小型 PC 上に実装すると

ともに、市販のマイクアレイデバイスを利用した音源方

向推定機能も実装した。また、各種のマルチモーダル情

報を収集して管理するために開発が進められているサー

バシステムの仕様やプロトコルを確認し、これに音響的

センサを接続するためのデータの受け渡し方法を検討し

た。今後は、活動量のセンシング精度の評価に基づいて

手法の改良を行うとともに、システムの実装とセンサネ

ットワークへの統合を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］福祉機器、ロコモティブシンドローム、

健康リスク、センサネットワーク 

 

［研 究 題 目］超高速微細操作技術を用いた3次元細胞

システム構築 

［研究代表者］新井 健生（大阪大学） 

［研究担当者］谷川 民生（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、マイクロ・ナノロボティクスを基盤とし

て、in vitro 環境で機能する3次元細胞システムを構築

する「バイオアセンブラ」の超高速計測操作手法と組織

機能発現の原理を解明することを目標としている。その

中で、複雑な形状の3次元細胞システムを成型し組み立

てる「3次元細胞システム構築」として、超高速マイク

ロ・ナノロボット技術を用いて細胞を線・面・立体形状

に形成し、積層・ロール・折りたたみなどの手法を適用

して多様な3次元細胞システムを組み立て構築するため

の方法論を確立し、体系化することを目的としている。 

 本年度においては、10ミクロンから100ミクロン程度

の細胞を高速にマニピュレ-ションする技術として、マ

イクロハンド機構の高剛性化、高速度カメラによるビジ

ュアルサーボおよび細胞の三次元計測技術、および、微

小力センサによる微小対象物である細胞を対象とした力

制御技術を統合する事で、高速、安定なピックアンドプ

レース動作を実現した。マイクロハンド機構の高剛性化

については、従来3自由度パラレルメカニズムでは、ボ

ールジョイントの代わりとしてワイヤーによるフレキシ

ブルジョイントを利用していたが、高剛性化のために、

全て円弧ヒンジのみで3自由度パラレルメカニズムを実

現出来る機構を開発し、高剛性化かつコンパクトな機構

を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］マイクロマニピュレーション、再生医療、

細胞操作、システム化、微小力制御 

 

［研 究 題 目］身体運動・感覚経験の蓄積に基づく動作

理解機能の構成論 

［研究代表者］國吉 康夫（東京大学） 

［研究担当者］長久保 晶彦（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、科学研究費補助金の基盤研究（A）におけ

る研究課題（研究代表者 東京大学大学院 國吉康夫教授）

の分担研究として行われた。身体運動の生成過程には無

意識の複数の感覚・運動協調が働いており、ある単一の

目的を志向した最適な動作というよりは、複数の解釈が

可能な多元的創発的過程である。本研究では、新しい動

作理解の理論の構築に向けて、多種類の身体運動・感覚

経験を計測、蓄積し解析するための基盤技術を構築し、

多様な身体運動を支援するロボットシステム応用へ向け

た理論を提示することを目的とする。 

 家庭内環境において、人の自然な動作計測を行い、デ

ータベースを構築するため、平成24年度は、手の触覚セ

ンサおよび姿勢計測装置において、人の知能の際立った

特徴である手のスキルに特に重点を置いた計画とし、特

に分担研究として計測基盤技術として手の触覚センサの

高度化を進め、構築している姿勢センサシステムとの統

合などを行うこととした。触覚センサについては、柔軟

性を実現するために基板をレーザカットによって特殊な

形状を実現しているが、熱などにより感度が悪くなると

いう問題があったため、センサ周辺の設計を見直すこと

でレーザによる影響を軽減する方法を新たに導入するな

どして、主に感度の向上をはかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］動作理解、ロボット、触覚センサ 

 

［研 究 題 目］音圧差検出と認識の双方向処理に基づく

移動ロボットに適した音環境理解の研究 

［研究代表者］佐々木 洋子（デジタルヒューマン工学

研究センター） 
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［研究担当者］佐々木 洋子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、走行中のロボットが「知っている音には気

づける」機能の実現を目指している。初年度は方位角・

仰角の2次元で音を定位するために、ロボットに搭載可

能なサイズで全方位に誤差6[deg]以下で音源定位可能

な球形マイクロホンアレイを開発した。2年目は、一連

の音響信号からどの部分が何の音かを推定する音響ダイ

アライゼーション技術を開発した。本プロジェクトの最

終年度である平成24年度は、これらの定位・分離・認識

技術を統合し、「どちらから何の音がするか」、実環境中

で周囲の音を検出する機能を実現した。 

 提案法は、実環境中で複雑さの異なる様々な音を同時

に扱うため、音の種類数や各音を表現するモデルの次元

数といった、音のモデル化に必要な事前知識を最小限に

し、入力音に合わせて柔軟なモデルを構築できることが

特徴である。 

 さらに各時刻で得られる音源方向と認識結果を時系列

に接続する移動音の追跡機能を構築した。本追跡手法は

複数の仮説を基に、複数の音を同時に扱えること、音の

鳴り始めや終わりを検出し常に変化する音源数に対応で

きることが特徴である。断続的な音が互いに交差する状

況で2種類の移動音源を追跡可能なことを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］マイクロホンアレイ、音源定位、音源分

離、環境音識別 

 

［研 究 題 目］ロボット聴覚の実環境理解に向けた多面

的展開 

［研 究 分 担］加賀美 聡（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］加賀美 聡、佐々木 洋子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 実環境で用いる聴覚に必要とされる機能としては、ど

こからどんな音がしているか、という時空間的な音理解

機能を備えることが重要である。本研究では、我々がこ

れまで提唱してきたモバイルオーディションの機能を発

展させ、低サイドローブ全方位望遠マイクアレイの研究

を進め、音源定位、分離、音声認識・音源識別などの各

手法の研究と、これを用いた環境の音地図作成・人間の

発見・生活行動のモデル化の研究を行う。 

 本年度は情報技術研究部門との連携により、人の声、

物音など様々な音を識別する機能を実現した。さらに音

源識別の成果を発展させ、移動音の追跡手法を開発した。 

 次にマイクロホンアレイで取得した音のモデル化およ

び識別手法を提案し、分離音から人の声を含む様々な音

源を識別する機能を構築した。提案法は、実環境中の多

様な音を表現し未知の音を検出可能なモデル生成を行う

ことで、環境変化に合わせて柔軟にモデルを更新するこ

とができる。さらに音源識別の成果を利用した移動音の

追跡手法を多重仮説検定型のパーティクルフィルタリン

グを用いて開発した。 

 これらの手法を音環境理解機能として発展させていく。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、時空間聴覚理解機能、マイク

ロホンアレイ、サービスロボット 

 

［研 究 題 目］系統的な接触状態制御による把持姿勢デ

ータベース構築と手姿勢生成 

［研究代表者］宮田 なつき（デジタルヒューマン工学

研究センター） 

［研究担当者］宮田 なつき、広野 孝祐 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、手が物体を把持する姿勢を、手の上で物

体と接触する領域という観点から整理して収集し、関節

の動きうる範囲でデータ数を絞ってデータベース化する

ことを目指した。24年度は実際の姿勢データの収集と、

それを用いた姿勢生成手法に取り組んだ。まず、Feix
らによる把持分類を参考に、データベースに含める姿勢

を決定した。手表面を60の領域に分割し、主な把持形態

において使われるかどうかや他の領域との同時使用関係

などを定性的に検討し、34の領域を定義して170の接触

領域の組み合わせを考慮することを決定した。また、各

組み合わせについて、関節可動域内で分散したデータを

獲得するため、対向する親指（または掌部）と指部の領

域間の距離を変化させたものをバリエーションとして含

めることにし、全部で801の姿勢を計測してデータベー

スに含めた。次に、手のどの領域が物体モデル上のどの

位置を把持するかを手動で与えた時に、データベースを

利用して把持姿勢を生成する手法を構築した。把持姿勢

データベースより、指定した把持領域の組み合わせに対

応した姿勢データを抽出し、領域間距離が目標に近くな

るように重みを求め、補間を行う。これを初期姿勢とし

て、目標となる接触状態が、関節可動域内で実現される

ように、最適化によって姿勢を修正することとした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマンモデル、手、姿勢デ

ータベース、把持 

 

［研 究 題 目］嚥下メカニズムの解明による喉ごしの定

量評価法の開発 

［研究代表者］三輪 洋靖（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］三輪 洋靖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 「食」は生命維持において欠かすことのできない行

動の一つであると同時に、日常生活における楽しみの一

つでもある。そして、喉ごしに代表される嚥下感覚、す
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なわち、食品や水分を飲み込むときの感覚は「食」を楽

しむ要素の1つと考えられている。しかし、喉ごしは主

観的要素が強く、多くの研究、調査は官能検査が中心で、

工学的研究は限られていた。そこで、本研究では「食品

や水分が口腔および咽頭を通過するときに感じる体性感

覚」を喉ごしと定義した。そして、筋電図や嚥下音を計

測・分析することで嚥下における筋活動や嚥下音のメカ

ニズムを説明できる新しい嚥下モデルを構築すること、

構築した嚥下モデルを用いて嚥下と喉ごしの関係を解明

することを研究目的とした。 

 平成24年度は、食品や水分の特性を変更しながら嚥下

における筋活動および嚥下音の計測を行い、嚥下時の口

腔、咽頭の筋活動のモデル化や嚥下と筋活動、嚥下音と

関係のモデル化を目指し、以下の3点に重点化を置いて

研究を進めた。(1)嚥下における筋活動のモデル化：解

剖学や既存研究によると、嚥下は準備相、口腔相、咽頭

相、食道相の4相に分かれ、喉ごしと関係が強い咽頭相

では、オトガイ舌骨筋、甲状舌骨筋、胸骨舌骨筋、胸骨

甲状筋を収縮させて、舌骨、甲状軟骨を動かすことで、

口腔から入ってきた食品や水分を食道へ送り込んでいる。

そこで、オトガイ舌骨筋、甲状舌骨筋、胸骨舌骨筋、胸

骨甲状筋、舌骨、甲状軟骨から構成され、嚥下・咽頭相

における筋骨格の運動をモデル化した嚥下モデルを構築

した。(2)嚥下における筋電・嚥下音の計測：7名の被験

者に対し、嚥下における筋電、嚥下音の同時計測実験を

実施した。実験試料には炭酸強度の異なる2種類の炭酸

水と水を使用し、試料を飲み込んだときの舌骨上筋群

(オトガイ舌骨筋)、舌骨下筋群(甲状舌骨筋、胸骨舌骨

筋、胸骨甲状筋)および咬筋の筋電と喉頭隆起（のど仏）

側部の嚥下音を同時計測した。筋電計測には筋電計

（Biolog 2000 + DL-141, S&ME）を、嚥下音計測に

は研究代表者らが開発した体内音センサを改良して用い

た。(3)筋活動に対応した嚥下音のモデル化：筋電、嚥

下音の同時計測によって得られたデータに対し、嚥下音

には Wavelet 変換による時間・周波数解析を、筋電に

は絶対値化、ローパスフィルタを適用することで特徴量

を抽出した。さらに、嚥下モデルを考慮に入れて統計的

手法で分析することで、嚥下における筋活動として舌骨

上筋群、舌骨下筋群および嚥下音の活動順序とその時間

差を確認できた。また、炭酸強度によって嚥下の活動時

間が統計的に有意に異なることが確認された。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］嚥下、嚥下音、筋電、感性計測 

 

［研 究 題 目］歩行中の転倒リスク評価・警告装置の開

発－日常の歩容を見守ることによる転倒

数減少策 

［研究代表者］小林 吉之（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］小林 吉之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 センサによる歩行の評価と転倒のリスク因子抽出方法

の検討 

 昨年度の成果を踏まえて本年度は、１）つまずきリス

ク評価装置の実地試験と「つまずきリスク年齢」の提案、

及び２）リスク因子を精度高く抽出するために必要なデ

ータベースの拡充の2つの課題を行った。 

１）つまずきリスク評価装置の実地試験と「つまずきリ

スク年齢」の提案： 

 上記のとおり開発したつまずきリスク評価装置につ

いて、気仙沼など様々な現場に持ち込んで実地試験を

行い現状の課題を抽出した。これまでに延べ200名以

上を対象にデモを行い、装置が出力する MTC の統計

量では、つまずきリスクを主観的に理解しづらいとい

う点が明らかになった。そこで産総研 DHRC が保有

するヒト歩行 DB を用いて、MTC のばらつきの傾向

からユーザが何歳相当のつまずきリスクに該当するの

かを表すことができる「つまずきリスク年齢」を作製

し、実際にこの新指標をフィードバックすることによ

る MTC への影響を定量的に評価した。その結果、つ

まずきリスク年齢をフィードバックした群は、何もフ

ィードバックしなかった群に比べて有意につまずきリ

スクが減少する傾向が確認された。一方これまで通り

MTC の統計量をフィードバックした群では有意な効

果は確認できなかった。これらのことからつまずきリ

スク年齢による MTC への効果が示唆された。評価指

標の認知と運動変容のメカニズムの解明は今後の研究

課題である。 

 また、上記データベースに登録されているデータの

年齢分布に偏りがあるため、以下の２）でこの拡充を

行う。 

２）転倒のリスク因子抽出用データベースの拡充： 

 既存のデータベースに登録が少ない、45歳～60歳と

いった、中高年の歩行データを計測し、データベース

の拡充を行うことで、リスク因子をセンサから抽出す

る際の精度を上げた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］人体形状、人間計測、デジタルヒューマ

ン 

 

［研 究 題 目］手指伸筋腱ネットワークに潜む関節トル

ク調整機構の解明と筋腱張力推定問題へ

の展開 

［研究代表者］多田 充徳（デジタルヒューマン工学研

究センター） 

［研究担当者］多田 充徳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 繊細な手指の機能は複雑な筋腱ネットワークから生み

出される。特に手指の伸展機構に関しては、伸筋腱が基

節骨の背側で中央索と2本の側索に分岐すると同時に、
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これら 3本の索に撓側と尺側から伸びる手内筋腱が接続

するなど、屈筋腱の走行に比して極めて複雑な構造を持

つ。本年度は、この複雑な腱構造の相互作用に着眼し、

内在筋腱の張力が外在伸筋腱の走行や張力に与える影響

を明らかにするための腱骨格モデルを物理シミュレーシ

ョンエンジン上に構築した。また、この筋骨格モデルを

用いて、腱の走行がモーメント長の変化に与える影響を

推定するための予備的な数値シミュレーションを実施し

た。基本的に腱とは繊維質の束である。このため、曲げ

方向に比べて引張り方向の剛性が高いという特徴的な機

械特性を有する。本モデルでもこの特性を忠実に再現で

きるように、曲げ方向には抵抗なく屈曲するが、引張り

方向には伸展することがない仮想的な紐状エレメントを

用いて腱を再現した。初期状態における腱の走行につい

ては、医用画像や解剖写真などを参考に決定した。具体

的には、中央索と側索の分岐構造を中心に、2本の伸筋

腱と2本の屈筋腱（外在勤腱）、そして3本の手内筋腱

（内在筋腱）を持つ構造とした。ただし、指背腱膜につ

いては腱モデルに含めていない。腱構造の相互作用（腱

張力の伝達や、分岐部における張力の分配など）につい

ては物理シミュレーションエンジンを用いて計算できる

ようにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］デジタルヒューマン、筋腱モデル、伸筋

腱、屈筋腱、モーメントアーム 

 

［研 究 題 目］InGaAs 系量子井戸におけるメゾスコピ

ック・スピン輸送効果の検証 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラシュバ及びドレッセルハウス効果は、半導体低次元

電子系におけるスピン制御の基本的メカニズムとして興

味深く、スピン FET の実現、スピン量子ビットの制御、

スピン偏極流の創出及び検出等の応用や新たな物理の開

拓が期待されている。ところが、その機構の根幹を担う

ラシュバ、ドレッセルハウス係数の定量化は未解決の課

題となっている。そこで本研究においては、半導体ビリ

ヤードモデルに基づく半古典散乱理論と極低温電子輸送

実験を組み合わせることにより、ラシュバ及びドレッセ

ルハウス係数を定量的に評価するための基礎技術を確立

する。H24年度は半古典カオスシミュレーションを行い、

ラシュバ及びドレッセルハウス係数だけでなく位相緩和

長などの非弾性散乱に関連した物理量の抽出にも成功し

た。これらの結果はスピントランジスタなどの次世代デ

バイス設計のための重要な指針を与えると期待される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］半導体、スピントロニクス、カオス、ラ

シュバ効果 

 

［研 究 題 目］相変化材料のナノ秒領域における高速結

晶化温度特性の解明と多値記録への応用 

［研究代表者］保坂 純男（群馬大学） 

［研究担当者］桑原 正史（電子光技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 相変化メモリーは、次世代の不揮発メモリーとして、

盛んに研究開発が行われている。記録保持は相変化材料

の結晶－アモルファスの電気抵抗の差によって行われる

が、その相転移現象において未知の部分が多い。また、

消費電力の観点から、一セルに多くの記録を行う多値化

の研究開発も進んでいる。 

 H24年度は、相変化材料の高温状態での熱的、光学的

な測定を通し、その電子構造を議論した。高温時の電気

伝導率や熱伝導率の測定を行なった。これらは動作時の

熱シミュレーションに使用する熱物性のパラメーターを

与えるとともに、相転移機構の解明への手がかりとなる。

また、相変化材料の微粒子による新たなるメモリーセル

の構造にむけて、微粒子の作製に着手した。群馬大とは、

作製条件の議論を行い、また作製後の微粒子観察として

群馬大の AFM を用いた。およそ20nm の微粒子の作製

条件を決定した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］相変化材料、不揮発メモリー、ナノ微粒

子 

 

［研 究 題 目］シリコンナノ構造を基盤としたドーパン

ト原子デバイスの開発 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］田部 道晴、小野 行徳、水田 博、 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、半世紀以上にわたってシリコンテクノロジ

ーを支えてきたドーパントの概念を一新し、個々のドー

パント原子を利用したドーパント原子デバイスの開発を

目指している。1個のドーパント原子を用いたトランジ

スタを基本とし、さらに2個～数個を利用したメモリ、

単電子転送デバイス、フォトニックデバイスなどドーパ

ント原子デバイス群を開発する。並行してドーパント原

子導入プロセス、検出技術および第一原理計算によるナ

ノシリコン中のドーパント原子の物性研究を総合的に行

って、ドーパント原子デバイス工学の基盤を構築するこ

とを目的としている。 

 平成24年度はシングルドーパントイオン注入法を用い

て、ドナー（P，As）イオンがチャネルに沿って1次元

に配列したデバイスを作製し、低温においてドナー準位

を介する量子輸送特性を観測した。試作した全てのデバ

イスから量子現象を観測し、ドーパント原子デバイス研

究の効率を高めた。シングルドーピング精度を20nm～
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50nm に改善するために、電子線リソグラフィを用いて

予め形成されたチャネル領域に単一微小孔を形成するた

めの位置合わせ精度の検証に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコン、ドーパント原子デバイス 

 

［研 究 題 目］多段ゲート電界放出電子源を用いたマイ

クロカラムの開発と電子線顕微鏡への応

用 

［研究代表者］吉田 知也 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］吉田 知也、長尾 昌善、西 孝、 

神田 信子（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は電子顕微鏡に利用できるような、静電レンズ

と電界放出電子源を一体形成したマイクロカラムを開発

することを目標としている。本年度は収差が従来よりも

少なくなる4段ゲートマイクロカラムの設計および試作

を行った。設計の要点は、①レンズに入射する電子のエ

ネルギーを低速にし、なおかつ、②平行ビームが得られ

るように、電子ビーム軌道解析を行い必要な構造を設計

した。産総研で独自に開発した手法（特許第5062761号）

により、設計した4段ゲートマイクロカラムを3インチシ

リコンウエハ上に試作した。試作したマイクロカラムの

電子放出特性を測定した結果、①レンズに入射するエネ

ルギーを従来よりも1/3程度の20eV に低速化することが

でき、②エミッタンス20mrad 程度の平行ビームを形成

できること、③集束電子ビームを得るために必須である

クロスオーバー（電子ビームの交差）を作ることができ

ることを確認した。構造としては、概ね設計通りのデバ

イスが作製できることが確認できたが、電子ビームの径

は40ミクロン程度であり、さらなる縮小が必要であるこ

ともわかった。更にビーム径を縮小するために、新たに

ウェネルト電極の検討を開始した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］静電レンズ、マイクロカラム、フィール

ドエミッタ、電子ビーム 

 

［研 究 題 目］イオンビームによる細胞へのドーピング

と細胞機能修復 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］品田 賢宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、申請代表者らが半導体物性制御用に世界

に先駆けて開発した単一イオン注入技術（イオンを1個

ずつ数10nm の精度で注入可能）を応用して、ドーパン

ト原子を生きた細胞に注入し、細胞機能修飾を試みてい

る。具体的には、慢性関節リウマチ治療に効果が知られ

ている Au、抗がん剤シスプラチンに含まれる Pt ヒン

トを得て、細胞へのドーピングを実施、生きた細胞に対

する注入効果の検証に着手した。細胞機能修飾を通じて

生命現象を解明し、半導体用に開発されたイオン注入法

の細胞生物学分野への新展開を図り、創薬分野に資する

ことを研究目的としている。H24年度に研究実施計画で

予定した「研究項目１ 生きた細胞へのドーピング効果

の検証」に取り組んだ。 

 生きたがん細胞（HeLa）を凍結させた状態で Au イ

オンを注入し、細胞活性の評価を通じてドーピング効果

を検証した。細胞活性評価には、アデノシン三リン酸

（ATP）アッセイ（CellTiter-Glo, Promega）を用いた。

がん細胞1個当たり1000～10000個の Au イオンを注入す

ると、未注入の細胞と比べて平均して20～40%ほど

ATP 量が向上し、細胞が活性化していることが確認さ

れた。イオン注入法による細胞活性の変化を観測した、

恐らく初の成果である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がん細胞、ドーピング、細胞機能修飾 

 

［研 究 題 目］単一原子ドーピング法による単一原子デ

バイスの創製 

［研究代表者］品田 賢宏 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］品田 賢宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、（たまたま存在する1個ではなく）真に1

個のドーパント原子が制御され、動作の基本となる単一

ドーパント原子デバイスを創製することを目的としてい

る。ドーパントゆらぎに解決の道筋を与え、次世代デバ

イス設計指針を与える他、量子コンピューターをはじめ

とする革新的デバイスの基盤となる基幹技術の確立を目

指している。平成24年度の成果は次の通りである。 

(1) 単一ドーパント1次元規則配列デバイスの試作と量

子輸送現象の観測 

 リンドナー2個、6個、10個をチャネルに沿って1次

元配列させたシリコンデバイスを試作し、電気的特性

を評価した。低温において量子輸送現象：1個のドナ

ーが有する2つの準位 D0と D-を介する単一電子トン

ネリング、及びドナー間カップリングによる

Hubbard バンドの形成に起因する電気的特性が観測

された。従来、多数のデバイス計測から偶然、観測さ

れるに止まっていたが、本研究では試作した全てのデ

バイスから量子現象を観測し、単一ドーパント研究の

効率を格段に高めた成果である。 
(2) ダイヤモンドへの低エネルギーイオン注入による発

光センターの生成 

 H23年度に引き続き、室温で光学的にアクセス可能

な量子ビットとして有望視されているダイヤモンド中

の Si-Vacancy（Si-V）センターをダイヤモンド表面

に規則配列を試みた。Si イオン注入に起因する発光
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センター738nm が室温下で明瞭に観測され、Si-V セ

ンターの規則配列に世界に先駆けて成功した。Si 注

入イオン数と（Si-V）センタの PL 発光強度に正の相

関を確認し、収率は現在のところ1%程度であるが、

ダイヤモンド表面処理が極めて重要であることを確認

した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］シリコン、単一原子ドーピング法、単一

原子デバイス 

 

［研 究 題 目］断熱モード単一磁束量子回路の導入によ

るサブµW マイクロプロセッサの研究 

［研究代表者］前澤 正明 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前澤 正明、伊坂 美千代 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、高速低消費電力で知られる単一磁束量子

（single flux quantum; SFQ）回路の極限的な低消費電

力化を目指す。断熱モード動作など低消費電力化への回

路的ブレイクスルーを中心に、アーキテクチャ、プロセ

スも含めすべての知見を導入することによって、SFQ
回路の消費電力は従来の1/400から1/100000に低減され、

冷凍機の電力を考慮しても半導体システムに対し強い競

争力が生まれることが期待できる。本研究では、これら

の技術を構築し、最終的に50µW 30GHz 動作16ビット

マイクロプロセッサの動作実証を行い、学術的にも未踏

領域となる高性能サブµW マイクロプロセッサを実現す

る基盤技術の確立を目的とする。本年度は、国際超電導

産業技術研究センターと連携して、昨年度に CMP 平坦

化プロセスを用いて作製した微細 Nb ジョセフソン接合

の特性の系統的な解析を行い、ウエハースケールで良好

な制御性・均一性の実現に向けて、接合特性ばらつきの

主要因を明らかにした。あわせて横浜国立大学と名古屋

大学が設計した低消費電力 SFQ 回路を試作した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導材料・素子、先端機能デバイス、

低消費電力、超高速情報処理、デバイス

設計・製造プロセス 

 
［研 究 題 目］Ⅲ‐Ⅴ族 p チャネル MOSFET のための

価電子帯エンジニアリングと界面双極子

制御 

［研究代表者］安田 哲二 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］宮田 典幸、前田 辰郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 微細化が物理限界を迎える CMOS 回路への高移動度

チャネル材料の導入が近年真剣に検討されているが、プ

ロセスの複雑化を避けるために、p チャネルと n チャネ

ルに同じ材料を用いた MOSFET デバイスにより

CMOS を構成することが望ましい。Ⅲ-Ⅴ族半導体を用

いた n チャネル MOSFET については良好なデバイス

特性が達成されていることから、p チャネル MOSFET
の高性能化が重要となっている。本研究は、ホール有効

質量が比較的小さなⅢ-Ⅴ族半導体を用いれば高性能の

pMOSFET を実現できる可能性があることに着目し、

価電子帯エンジニアリング、界面双極子制御、GaSb エ

ピタキシャル層高品質化、MOS 界面制御等の検討を通

じて、Ⅲ-Ⅴ族 p チャネル MOSFET の高性能化を目指

す。 

 価電子帯エンジニアリングの一つの手法として、本研

究では InGaAs のオーダリングの利用を提案しており、

本年度はオーダリングが誘起する誘電率異方性を反射率

差分光測定により評価できることを示した。界面双極子

制御に関して、GaSb 上の MOS 特性について検討し、

熱処理により界面双極子強度の変化によると考えられる

フラットバンド電圧シフトを観測した。MOCVD によ

りヘテロエピタキシャル成長した GaSb について、

AFM とホール測定により高い平坦性と電子移動度を確

認した。GaSb 上に Al2O3絶縁膜を ALD により堆積し

た MOS 界面について、特性変化を引き起こす熱処理温

度と、Sb と GaO の熱脱離する温度との間に対応があ

ることを見出した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］Ⅲ‐Ⅴ族化合物半導体、MOSFET、バ

ンド構造、界面制御 
 
［研 究 題 目］超伝導光子検出器の多画素化のための広

帯域・広ダイナミックレンジ読出回路 

［研究代表者］神代 暁 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］神代 暁、平山 文紀、山森 弘毅、 

福田 大治、佐藤 泰、山田 隆宏 

（常勤職員6名） 

［研 究 内 容］ 

 半導体検出器の30倍優れたエネルギー分解能を持ちな

がら、受光面積が2桁以上小さいゆえに応用の限られて

いた超伝導転移端検出器（TES）カロリーメータの受

光面積拡大に必要な、多画素 TES からの読出信号の極

低温下での周波数多重化技術を開発する。今年度は、昨

年度世界で初めて4-8GHz 帯全域にわたり、+/-0.02%
の周波数精度で実現した16画素分の超伝導コプレーナ線

路共振器の終端に、TES 出力の低雑音読出電流計

（SQUID）を集積化したチップの設計・作製・絶対温

度4K での評価を行った。読出効率が SQUID インダク

タンスに強く依存すること、および本研究の SQUID は、

生体磁界計測用 SQUID に比べ1桁小さなインダクタン

ス（<10pH）を持つため、米国の先行研究で用いられた
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平面ループ型ではなく、マイクロストリップ線路ベース

の鉛直ループ型 SQUID の採用により、小インダクタン

ス値の高精度な実現に成功した。読出用マイクロ波信号

の SQUID 入力回路への漏洩防止用ローパスフィルタの

チップ上への集積化により、SQUID の入力電流に対す

る共振周波数は、理論通りの周期的応答を示した。しか

し、実験的に得られた読出効率は設計値の約1/4と低く、

そのため、読出効率と読出回路出力のベースラインのゆ

らぎから計算した入力換算雑音電流は200-270pA/√Hz
と、従来型 TES 読出用 SQUID の典型値に比べ5-10倍

悪かった。今後、共振器表面の薄膜誘電体除去による共

振 Q 値の向上を目指す。また、三画素の SQUID 入力

に、1ミリ秒の時間幅の疑似パルスを1ミリ秒の時間差を

付けて各々加え、出力信号の周波数軸上での多重読出実

証に成功した。TES と読出回路との協調動作実験の準

備に関し、手持ちの断熱消磁型冷凍機クライオスタット

への装荷用要素部品（チップモジュール、極低温増幅器、

マイクロ波信号線、コネクタ）の設計と発注を完了した。

また協調動作実験に用いる TES の特性と動作パラメー

タを調べ、来年度以降、TES-SQUID 間の結合設計に

活かす。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、計測・計

量標準 
［キーワード］超伝導、ジョセフソン素子、マイクロ波、

マルチプレクス（周波数多重）、センサ、

放射線計測 
 
［研 究 題 目］次世代高移動度チャネル材料向け全窒化

膜ゲートスタック技術の研究 

［研究代表者］前田 辰郎 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前田 辰郎、安田 哲二 

（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究では、高移動度チャネル材料向けゲートスタッ

ク材料として、HfNx を選択し、そのユニークな電子物

性を明らかにする事、そして HfN 金属/HfNx 絶縁体/高
移動度チャネルという「全窒化膜ゲートスタック構造」

を提案し、その有用性を実証する事を目的としている。

このゲートスタック構造は、酸化雰囲気を嫌う高移動度

チャネル材料に非酸化環境を提供するとともに、化学組

成の観点からも最もシンプルなゲートスタック構造であ

るという特徴を有する。本年度は HfNx の堆積条件の

探索と最適化を行った。成膜には、非酸化雰囲気を実現

するため、Hf 金属をターゲットにした高真空反応性マ

グネトロンスパッタリング法を用い、今年度は新規設備

として HfNx 専用のスパッタ源を超高真空装置に取り

付け、成膜できる環境を整えた。窒化膜形成には、堆積

時に窒素を導入しプラズマ化された活性窒素中で Hf 金

属を窒化させることから、窒素流量やチャンバー圧力な

どの堆積時の条件は、形成される窒化膜の電気的特性を

大きく左右する。したがって、作製された膜の物理化学

分析、電気測定を系統的に評価し、その結果をもとにゲ

ートスタック構造に適した堆積条件の最適化を図った。

その結果、窒素流量比が増加するにつれて、抵抗率が指

数関数的に増大し、数百マイクロオームの金属から、半

導体さらには絶縁体に窒素流量のみで制御できる事を見

出した。得られた成果は、国内外の学会等で速やかに外

部発表を行い、高移動度チャネル材料向けの新しいコン

セプトのゲート構造ということで注目を浴びている。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］半導体、ゲート絶縁膜、ゲート金属、窒

化薄膜、スパッタリング 
 
［研 究 題 目］百万画素サブミクロン分解能中性子ラジ

オグラフィのための固体超伝導検出器シ

ステム 

［研究代表者］前澤 正明 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］前澤 正明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、サブミクロン分解能を持つ大画素中性子

ラジオグラフィにおいて、学術・産業の基幹技術として

大きな期待に答えるため、サブミクロン分解能・100万

画素・高フレームレート・全固体素子の実現を目指し基

礎研究を推進する。二硼化マグネシウム（MgB2）、あ

るいは、ニオブ（Nb）による超伝導ナノワイヤのリニ

アアレイ・システムを形成することで、ワイヤ中の同位

体10B と中性子の核反応熱を運動インダクタンスの変化

ΔLK として検出する一次元1000画素検出系の実現を目

指す。Nb を用いる場合は、10B の核反応層を間に挿入

するサンドイッチ構造を取る。この一次元1000画素検出

系を2式、X 方向と Y 方向に直交させてイベントを同時

計測する。小さな運動インダクタンスの変化ΔLK を感

度良く測定するために単一磁束量子 SFQ 尤度判定回路

によるΔLK 検出と高速超低消費電力大容量読出しによ

り高フレームレートを実現し、中性子による実証実験を

行う。今年度は、国際超電導産業技術研究センターと連

携して、中性子を検出するための中間層に B を挟んだ

Nb ナノワイヤと SFQ 多重読出し回路を1チップ上にハ

イブリッド化するためのデバイス構造などデバイス作製

面からの検討を行った。その結果、1チップの大きさを

産総研が所有する i 線ステッパーで露光できる最大サイ

ズである22mm 角とし、その問題点を抽出した。また、

ナノワイヤ部分と SFQ 回路部分の作製順序とハイブリ

ッド化による問題点を明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］超伝導検出器、単一磁束量子素子、中性

子、ラジオグラフィー、イメージング 
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［研 究 題 目］原子層シリサイド半導体を用いたドーピ

ング制御 

［研究代表者］内田 紀行 
（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］内田 紀行、岡田 直也 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究課題では、Si 表面上で遷移金属内包 Si クラス

ター（MSin）を単位構造とする原子層シリサイド半導

体を形成し、MSin の性質を利用することで、原子レベ

ルの急峻性で1021-1022cm-3の超高キャリア密度を実現し、

フェルミレベルコントロール可能な原子層シリサイドと

Si との界面準位を持たない接合形成、電界や電荷注入

による原子層シリサイドのバンドギャップ制御を実証す

ることで、Si ナノエレクトロニクスの革新的な要素技

術の開発を目指してしている。 
今年度は、電流-電圧、容量-電圧測定から WSin/Si 接

合特性を評価した。WSinHx クラスター（n＝～10）を、

n 型（P ドープ、8Ωcm）、及び p 型（B ドープ、8Ωcm）

の Si（100）基板（n-Si、p-Si）上に堆積して、500℃で

熱処理により Wsin（n～10）を単位構造とする厚さ

2nm 程度のヘテロエピタキシャル層を作製した。n-Si
との接合では、オーミック特性を示す一方で、p-Si と

の接合では、0.8eV の障壁高さを持つ整流特性が得られ

た。n-Si との接合特性の温度依存性から、室温付近で

は WSin 層が1.7×1019cm-3以上の高い電子密度を持って

いるため、トンネル電流が支配的となり、実質的なオー

ミック接合を形成すること、220℃以下では、WSin層の

キャリアが凍結し空乏層が形成され～0.4eV の障壁を持

つ接合を形成したと考えられる。 
WSin 層は、高い電子密度を持つ原子層シリサイド半

導体材料であり、n-Si に対してオーミック接合、p-Si
に対して高い障壁（0.80eV）を有する接合材料であり、

n-Si に対して、低抵抗かつ急峻な接合を形成できるこ

とを実証した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   
［キーワード］遷移金属内包 Si クラスター、原子層シ

リサイド半導体、半導体コンタクト 
 

［研 究 題 目］ナノデバイスでの原子レベル構造変化

（ダメージ）と低ダメージ評価手法の研

究 

［研究代表者］小濱 和之 

（ナノエレクトロニクス研究部門） 

［研究担当者］小濱 和之、小川 真一、飯島 智彦 

（他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、ヘリウムイオン顕微鏡内にタングステン

カルボニルガスを導入し、二次電子誘起ガス分子解離反

応により単結晶 Si 基板表面にタングステン基ピラーを

形成させた。ビームエネルギーやビーム電流など種々の

照射条件を変化させ、形成されたピラーの形状、結晶構

造、成長速度などを、収差補正走査透過電子顕微鏡など

を用いて観察・評価すると同時に、ビーム照射により基

板に形成されたダメージを定量的に観察・評価し、これ

らの結果を総合して、極微細ヘリウムイオンビームと材

料の相互作用について考察した。 

ピラーの詳細観察の結果、ピラーの中心部に数 nm 幅

の柱状ボイドが観察され、ビーム照射位置におけるエッ

チングの発生が示唆された。一方、ピラーと Si 基板の

界面において Si 基板のアモルファス化および隆起が観

察された。ビーム照射により単結晶 Si がアモルファス

化し、体積増大により隆起したと考えられる。種々のビ

ーム照射条件を変化させると柱状ボイド幅および Si 隆

起高さは変化したが、ビーム照射条件に直接依存してい

るわけではなく、ピラー堆積速度が増大するほどこれら

は減少した。この結果から、(1)柱状ボイド幅はビーム

照射位置におけるピラー成長速度とエッチング速度のバ

ランスで決まっていること、(2)形成されたピラーによ

ってビームが遮蔽されるためピラー成長速度が速いほど

Si 基板中に打ち込まれるヘリウムイオン量が減少する

こと、が示唆された。ピラー形成時には、ピラー成長

（ビーム照射による二次電子発生とガス分子解離反応）、

柱状ボイド形成（ビーム照射によるピラーのエッチン

グ）、Si 隆起（ビーム照射による Si 基板のアモルファ

ス化）、という少なくとも3つの現象が競合しており、柱

状ボイド幅と Si 隆起高さはともに種々のビーム照射条

件に直接依存しているわけではなく、ピラー成長速度に

依存していることがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ヘリウムイオン顕微鏡、Si 基板、タン

グステン、堆積 

 

［研 究 題 目］キラルブレンステッドの酸触媒による制

御システムの理論的検討 

［研究代表者］内丸 忠文（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］内丸 忠文、都築 誠二 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 プロリンの誘導体である有機分子触媒ジアリールプロ

リノールシリルエーテルは、マイケル型付加反応や付加

環化反応など多くの反応に対して優れた不斉触媒である

ことが報告されている。また、同触媒を用いる不斉触媒

反応は、医薬品や医薬品候補化合物の合成においても鍵

反応として巧みに利用されている。このように、ジアリ

ールプロリノールシリルは、合成化学の様々な場面で有

用性の高い有機分子不斉触媒であることが示されている

が、その反応における位置／立体選択性や不斉識別のメ

カニズムに対する理解は必ずしも充分ではない。そこで、

実験的手法による解析と並行して、計算化学的手法によ
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る解析を行うことによって不斉触媒反応における制御機

構を明らかにすることを試みる。すなわち、ジアリール

プロリノールシリルエーテルの不斉触媒反応システムの

制御因子を分子レベルで理解し、触媒の性能向上や目的

に即した触媒の創製に向けた設計指針を導き出すことを

目指している。 

 24年度には、ジアリールプロリノールシリルエーテル

の不斉触媒反応の反応中間体について、計算化学的手法

による詳細な構造解析を行った。その結果、プロリノー

ル系シリルエーテル触媒の不斉反応における反応中間体

の構造や、その動的挙動を的確に予測できる方法論を確

立することができた。これは、今後、ジアリールプロリ

ノールシリルエーテルの触媒性能の向上や、同触媒を用

いる新たな不斉反応の設計に向けて、有用な知見となる

ものと期待される。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造分野   

［キーワード］有機分子触媒、計算化学、不斉反応、ジ

アリールプロリノールシリルエーテル 

 

［研 究 題 目］生物多様性を規範とする革新的材料技術 

［研究代表者］下村 政嗣（東北大学） 

［研究担当者］大園 拓哉（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名、他10名） 

［研 究 内 容］ 

本新学術領域研究の目標は、生物学・工学・環境科学

の異分野連携によって、「生物多様性」に学び「人間の

叡智」を組み合わせた新しい学術領域としての「生物規

範工学」を体系化し、技術革新と新産業育成のプラット

フォームとなる「バイオミメティクス・データベース」

を構築するとともに、生物学と工学に通じた人材を育成

することを目的としている。本領域は、7つの計画班と

総括班から構成され、総括班には、計画班メンバーから

なる実施グループ、評価グループ、産学連携グループ、

ならびに事務局を置き、以下等の実施を開始した。 

(1)各計画班内ならびに班間における異分野融合を効果

的に推進するために、主として若手の連携研究者・大学

院生を対象にした連携研究課題の募集と支援を行う。

(2)「バイオミメティクス・データベース」作成の進捗

を勘案しつつ、ポータルサイトの運用計画を立てる。

(3)「生物と工学の融合」を主題とする講習会を開催す

る。(4)バイオミメティクス国際標準化の国内審議・認

証機関である高分子学会や関連の学協会との密な連携の

もと、海外における実用化、産業化など研究開発動向を

収集分析する。(5)領域国際会議、分科会および全体会

議を開催する。(6)本領域の研究成果や国内外の研究動

向を発信するホームページを設置する。(7)博物館が有

する生物資源を効率的にデータベース化するため、博物

館ネットワーク形成の検討を始める。(8)博物館機能を

利用して、市民講座や定期刊行物等による市民向け情報

発信を図り、我が国の科学・技術を文化として育むこと

に資するとともに、次世代人材育成に寄与する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］バイオミメティクス、データベース、生

物規範工学、自己組織化 

 

［研 究 題 目］結晶性酸化チタンサブミクロン球状粒子

のグラムスケール安定合成法の開発 

［研究代表者］佐々木 浩一（北海道大学） 

［研究担当者］越崎 直人（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

結晶性機能性物質のサブミクロン球状粒子の合成手法

として、液相中に分散したナノ粒子コロイド溶液パルス

レーザーにより選択的加熱を行う方法（液中レーザー溶

融法）を開発し、さまざまな物質でサブミクロン球状粒

子作製が可能であることを示してきた。この手法ではナ

ノ粒子を原料とすることが重要であるが、活性金属のナ

ノ粒子は危険物に分類されるためその入手が困難であっ

た。しかし、活性金属の酸化物のナノ粒子を出発原料と

して、有機溶媒中に分散してレーザー光を照射すること

で銅や鉄などの活性金属のサブミクロン球状粒子を作製

できることがわかってきた。この手法を利用することで、

さまざまな合金のサブミクロン球状粒子作製の可能性が

開けてきた、そこで、従来法では得られない組み合わせ

の非相溶性 Au-Co 合金サブミクロン球状粒子の作製を

目指して、2成分混合コロイドを利用した球状粒子の作

製法について検討した。 

原料として、金ナノ粒子とコバルト酸化物ナノ粒子を

原子比 Au:Co＝60:40でエタノール中に混合後、レーザ

ー光（30Hz の Nd:YAG レーザー2倍波（532nm）、100 

mJ pulse-1cm-2、1時間）を照射した。レーザーの照射

時間を変えて得られる生成物の相変化を調べたところ、

5分間照射では結晶相は Au だったが、10分間の照射で

AuCo 相が徐々に生成し始め、照射時間が増加するとと

もに Au 相の割合が徐々に減少し、60分間照射で AuCo
相のみが存在した。 

Au と Co の組み合わせは非相溶性であり、通常の熱

力学的プロセスではほとんど合金相が生成しないことが

知られている組み合わせであるが、本手法による合金相

生成を確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］サブミクロン粒子、合金、球状粒子 

 

［研 究 題 目］ナノ構造形成・新機能発現における電子

論ダイナミクス 

［研究代表者］土田 英二（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］土田 英二（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は新学術領域研究「コンピューティクスによる

物質デザイン」の一環として行っているもので、物性科
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学とハイパフォーマンスコンピューティング分野の密な

協力を進め、京コンピュータやその後継機のような大規

模な計算機環境を活用することで前例のない規模の第一

原理シミュレーションを行うことを目標としている。最

近は以下のような項目について研究を進めている。 

(1) 今年度から「京コンピュータ」が運用を開始したた

め、プログラムの対応を進め、最大でピーク性能の

40%程度を実現できることを確認した。また、ベリー

位相を用いたボルン有効電荷や分極率の計算機能を追

加し、色々な検証を行った。 

(2) 次世代スパコンで主流になりそうなアクセラレータ

搭載システムを導入し、検証を進めた。導入したシス

テムは Intel Xeon Phi プロセッサであり、ピーク性

能は単精度で2,022GFlops、倍精度で1,011GFlops で

ある。コアの数は60、クロック数は1.053GHz、搭載

メモリは8GB となっている。インテル系アクセラレ

ータの特徴として、MPI や OpenMP で並列化された

自作プログラムを比較的容易に動作させることができ

る。このアクセラレータ上で行列積に対する実行性能

を測定し、大規模な問題に対してはアクセラレータが

理論性能の80%近い高性能を発揮することを確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］シミュレーション、京コンピュータ、第

一原理計算 

 

［研 究 題 目］第一原理有効模型と相関科学のフロンテ

ィア 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆、石橋 章司、小杉 太一 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

密度汎関数法と強相関模型解法を融合した手法を発展

させ、強相関物性解明に必要な方法論の確立と応用を目

指す。強相関物質の金属絶縁体転移や競合するゆらぎを

第一原理的な手法で非経験的に理解した上で光電子分光、

光学スペクトルなどの励起構造に現れる強相関効果を解

明し、実験結果との比較検証を進める。とりわけ誘電応

答、交差相関に関する第一原理からの知見を得て、スピ

ン軌道相互作用と電子相関効果の競合と絡み合いが生む

物理を解明する。H24年度は自己エネルギーの動的効果

を繰り込んだ低エネルギー有効模型を構築する方法論を

開発した。この方法を鉄系超伝導体に適用し、磁性を議

論した。また自己エネルギーの非局所性を GW 近似で、

短距離相関を動的平均場理論で扱う GW＋DMFT 法を

開発・整備し、ペロフスカイト酸化物 SrVO3に適用し

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］計算科学、電子相関 

 

 

［研 究 題 目］コロイド結晶の応力変形 

［研究代表者］森田 裕史（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森田 裕史（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年コロイド等の粒子材料についての研究が、機能材

料の観点から多く進められている。一方で、コロイドが

凝集したコロイド結晶についての応用の模索も始まって

いる。コロイドやコロイド結晶の材料を用いようとした

場合、それ自体の変形等によってその機能等に影響を及

ぼすことも考えられるが、このコロイドの変形について

扱った研究はほとんどない。そこで、本研究では、実験

と理論（数値）解析を組み合わせることで、その粒子の

変形について解析を行い、変形のメカニズムについて、

研究を行っている。 

 実験より、(a) Micro-bricks 型、(b) Micro-dobbers
型、(c) Micro-runner beans 型の3つの興味深い構造が

観測された。理論解析の側からは、これらの構造につい

て、各長さについて伸長率と並べて比較を行い、理論的

に解析できるかどうか、調査した。コロイド結晶が接触

している状況の構造解析より、最密充填の六方格子状に

粒子が並んだ構造を仮定した。そこから、伸張倍率をも

とに、各長さについて、アフィン変形のもとで解析した

ところ、伸張方向についてはきっちりと理論と一致する

が、伸張方向と水平な長さについては一致しないことが

示された。次年度は、3つの構造について、接着してい

る部分と変形できる部分という観点から解析を進める予

定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］コロイド結晶、アフィン変形、界面 

 

［研 究 題 目］錯体分子超構造膜の構築と量子効果発現 

［研究代表者］石田 敬雄（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄、大山 真紀子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 24年度は、年度は最初に量子構造の前段階の実験とし

て錯体分子の多層膜について、合成された3種の Ru 錯

体を用いて、単成分多層膜の電気伝導性、光学特性等に

ついての測定を行った。まず ITO 基板上にこれらの錯

体分子をジルコニウムイオンを多層化のための錯イオン

として用いて、単成分の多層膜を作製した。5層膜まで

作製し紫外可視吸収スペクトル、電気化学測定、サンド

イッチセルによる物性測定を行った。Ru 単核錯体、

Ru2核錯体、Ru-N2核錯体のそれぞれの分子単成分では

多層膜の形成が電気化学測定より確認できた。導電性高

分子を上部電極としたサンドイッチセルによる導電性の

測定結果から電子移動能を示すβ値は0.02から0.04Å-1

の値となった。また一部の分子での液体窒素温度まで冷

やして低温での導電性測定を行い、10meV 程度の低い

活性化エネルギーを得た。これは従来までに代表者たち
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が測定してきた水素結合による Ru2核錯体での測定結

果と近い値であり、ジルコニウム金属での錯形成でも錯

体多層膜に共鳴トンネルに近い飛び石機構での長距離電

子移動が成立し、超格子構造をとっても十分に電気伝導

性測定が可能であるとの結果になった。この結果を受け

て、量子効果発現の可能性のある Ru 単核錯体、Ru2核
錯体を交互に積層した多層膜を ITO 基板上に形成して

同様にサンドイッチセルによる導電性の測定を行った。

流れる電流は膜厚に対して単成分系と異なり単調な変化

を示さず、複雑な変化を示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］表面コーティング、分子素子、超分子、

自己組織化 

 

［研 究 題 目］再生医療のための遺伝子導入の空間的･

時間的コントロール 

［研究代表者］大矢根 綾子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大矢根 綾子、荒木 裕子、鶴嶋 英夫 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

研究代表者らはこれまでに、ラミニン、フィブロネク

チンなどの機能分子を複合担持させた DNA－アパタイ

ト複合層（以後、複合層）による遺伝子導入技術を開発

してきた。本研究では、骨組織再生における本遺伝子導

入技術の有用性を検証するための in vitro および in 
vivo 実験を行った。まず、種々の条件下で複合層（ル

シフェラーゼの cDNA を含むプラスミド使用）を作製

し、遺伝子導入効率向上のための最適化を行った後、骨

組織再生医療において有用なラット間葉系幹細胞に対し

て遺伝子導入を試みた。ルシフェラーゼアッセイの結果、

本複合層によって、株化細胞だけでなくラット間葉系幹

細胞に対しても遺伝子を導入できることを確認した。次

に、ルシフェラーゼに代わって骨形成タンパク質－2の

cDNA を含むプラスミドを用いて複合層を作製し、骨

芽細胞系株化細胞である MC3T3-E1細胞の in vitro 骨

分化誘導実験を行った。その結果、複合層の表面ではコ

ントロール群（アパタイト層および機能分子を含まない

複合層）に比べて、細胞の骨分化が有意に促進されるこ

とを明らかにした。さらに、人工骨モデル材料である焼

結水酸アパタイト基板の表面に複合層を形成させてラッ

トの頭蓋骨欠損部に移植した。移植後、周辺組織におけ

る骨分化マーカーの遺伝子発現量および新生骨形成量が、

コントロール群に比べて有意に増大した。また、複合層

をラットの皮下（骨組織のない部位）に移植した場合に

も、骨欠損部と同様の遺伝子発現の結果が得られた。こ

れらの結果から、本遺伝子導入技術の骨組織再生医療に

おける有用性が実証された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造、ライフ

サイエンス 

［キーワード］アパタイト、細胞接着因子、遺伝子導入、

再生医療、複合層、骨 

 

［研 究 題 目］マイクロカンチレバープローブの非線形

振幅制御と完全非接触ナノバイオセンシ

ング 

［研究代表者］藪野 浩司（慶應義塾大学） 

［研究担当者］黒田 雅治（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、生体関連試料を生きたまま生理機能を乱

さずに、ナノスケールの解像度で、かつリアルタイムに

動画観察可能な計測システムを開発することを目標とし

た。すなわち、原子間力顕微鏡（AFM）用van der Pol 
型自励発振マイクロカンチレバープローブの発振原理を

さらに発展させて、生体試料に対し完全非接触でダメー

ジを与えずに、リアルタイムで液中観察可能な計測シス

テムを開発する。 

そのために、まず、測定環境の非線形粘性抵抗を考慮

したマイクロカンチレバーの力学モデルを導出した。次

に、多重尺度法を用いた非線形解析により、時間ととも

にゆっくり変動する成分を支配する方程式（平均化方程

式）を取り出し、それを直接操作することによってマイ

クロカンチレバーの定常振幅を低減化する非線形制御法

を構築した。さらに、マイクロカンチレバーへの加振入

力が加速度として作用することに着目し、積分型の非線

形フィードバック制御法を提案した。この結果、高速ス

キャンニングの成否を左右する高周波ノイズの影響を受

けることなく、安定な自励発振が可能になった。 

低振幅定常自励発振法を確立するため、光てこ出力の

ノイズの除去や感度の向上、さらに非線形フィードバッ

ク回路の精度の向上、カンチレバー保持機構の最適化、

各種回路の改良、遮光による光てこ出力のノイズの低減

化などの作業を必要とした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］振動制御、分子計測、バイオ関連機器、

非線形分岐制御 

 

［研 究 題 目］階層的シミュレーションによる球状錯体

創発過程の解明 

［研究代表者］米谷 慎（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］米谷 慎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、分子レベルの高次構造創発のメカニズムを、

階層的シミュレーションを用いることにより分子論の観

点から解明することを目的とするものである。前年度は、

粗視化を溶媒モデルにのみ留めたモデリングに於いて、

構成要素数の最も少ない球状錯体の一つである M6L8系

に於いて、自発的な球状錯体形成のシミュレーションに

成功した。今年度は、上記 M6L8系に適用したシミュレ

ーションモデルを、当初研究計画のターゲットである、
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より構成要素数の大きな球状錯体である M12L24系に適

用し、その自発形成能を検討した。その結果、M6L8系

と基本的に同様の、1.自己集合、2.構造進化、3.構造捕

捉の3つのステージプロセスにより、M12L24系において

も球状錯体自発形成が得られ、当該シミュレーションモ

デルの妥当性がより大きな系でも確認できた。一方で、

同程度の計算時間スケールでは、M12L24系では M6L8系

よりも完全な球状錯体形成の生成率が遥かに小さく、こ

の点でシミュレーションモデルの改良の余地があること

も明らかとなった。生成率が低い原因について詳細に解

析すると、M12L24錯体形成に至る以前に特定の構造への

トラップが生じている事が明らかとなった。これらのト

ラップ構造はエネルギー的に M12L24錯体より不利のは

ずであるが、現在のモデルではこのエネルギー差の再現

が不十分であることが原因と思われることが判った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］錯体、自己組織化、シミュレーション、

配位結合、粗視化 

 

［研 究 題 目］第一原理的固体光物性の提唱：分子性結

晶の特徴づけとその光誘起相転移 

［研究代表者］下位 幸弘（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］下位 幸弘、岩野 薫（高エネルギー加

速器研究機構・物質構造科学研究所） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

平成24年度は、本課題の最終年度にあたるため、これ

までの成果を集大成するとともに、今後の新たな展開も

念頭に置き研究を進めた。特に、本課題の主たる対象物

質である（EDO-TTF)2PF6に対して、昨年度に引き続

き、我々が開発を進めてきた「環境場を無撞着に取り入

れた第一原理計算」を用いた励起状態に対する原子緩和

の理論について詳細な検討を進めた。その成果を取り纏

め、Physical Review Letters に論文発表した。また、

この成果の重要性を考え、高エネルギー加速器機構から

プレス発表をおこなった。より具体的には、この論文に

おいて、(1) CT2と呼ばれる特定の励起状態が大きな構

造緩和を起こすこと、(2) この緩和の方向が絶縁体-金

属転移で期待される構造変形に近く、特に分子間距離の

変化に大きく見られることなどを明らかにし、CT2から

の励起緩和が光誘起相転移の初期過程として重要なこと

を理論的に解明した。(BEDT-TTF)2I3に対して、ハイ

ブリッド型密度汎関数法を用いることにより、この物質

の電荷秩序状態を良く説明できることを、国際会議で発

表した。新たな展開も念頭においた研究として、水素結

合型強誘電物質であるクロコン酸に対し、密度汎関数法

を用いたクラスター計算を行った。この物質の励起状態

と非線形光学効果に関し分子軌道からの知見をうること

ができ、実験研究とともに Applied Physics Letters に

論文投稿を行った。その他、（チオフェン／フェニレン）

コオリゴマーやナフチルヘキサトリエンなど有機材料に

ついて密度汎関数法計算などを行い、実験研究者と論文

発表をおこなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］光物性、分子性固体、物性理論、計算物

理、有機導体 

 

［研 究 題 目］ナノ接合での非弾性電流、局所加熱、熱

散逸の第一原理シミュレーション 

［研究代表者］中村 恒夫（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中村 恒夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

第一原理電気伝導計算方法を用い、ナノワイヤーや有

機薄膜－電極接合での電気伝導シミュレーションを行っ

た。また、ナノ接合系での伝導電子－フォノン（接合分

子振動）相互作用による非弾性電流、局所加熱、基板電

極への熱散逸といった過程を第一原理計算する為の基礎

理論構築とプログラム HiRUNE の開発を行った。精密

計測との比較を行いながら実在系分子・分子膜－電極接

合複合構造体の非平衡電気伝導を解明した。 

二核金属有機錯体分子からなる分子膜が従来のπ共役

分子よりもはるかによい長距離伝導特性をもつことが実

証された。本研究で、HiRUNE を用いて、膜厚（分子

長）を変化させ伝導度を決定するとともに、伝導性軌道

の特定とサイトエネルギーアライメント計算により、金

属核がもたらす伝導物性を明らかにした。電気伝導、電

子－フォノン散乱による非弾性電流と同じ精度（第一原

理）での熱流、ジュール熱生成のシミュレーション基礎

理論の確立に向けて研究を継続中であり、上の二核金属

錯体分子についての熱伝導計算も成功している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］第一原理シミュレーション、非平衡伝導

理論、ナノエレクトロニクス 

 

［研 究 題 目］電子顕微鏡による高分子接着機構の解析

と接着制御 

［研究代表者］堀内 伸（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］堀内 伸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

高分子－高分子の接着において、界面での分子鎖から

み合いが重要な役割を果たすことが知られている。我々

は、接着剥離表面を低加速 SEM により高分解能観察す

ると、分子鎖の一部の絡み合いにより形成された接着強

度の低い界面のはく離により形成された表面に、太さが

10～20nm の微細なフィブリルが形成することを見出し

た。このフィブリル構造を詳細に検討すると、界面にお

ける絡み合い構造に関する知見が得られることが明らか

になった。低加速高分解能 SEM により初めて明らかに

なった破面構造の特徴の定量的な解析を進めるため、白

金ーカーボンレプリカにより表面構造をカーボン薄膜に
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転写し、透過型顕微鏡（TEM）による電子線トモグラ

フィーにより、3次元構造の構築を検討した。特に、走

査透過型電子顕微鏡（STEM）による環状暗視野像

（ADF）により、SEM で見られた構造を再現すること

が可能となり、3次元立体構築化により、表面構造の定

量的な解析が可能となった。今後は、本手法により、破

面構造を系統的に解析し、高分子界面構造と接着破面構

造との相関を詳細に検討する。 

さらに、真空紫外光により表面改質したシクロオレフ

ィンポリマー（COP）の低温接着挙動の界面と接着の

解析を検討したころ、溶融接着での剥離面と同様のフィ

ブリル構造が得られることが明らかになった。このこと

から、ナノフィルリル構造と接着界面との相関は幅広い

高分子系に適用することが可能であることが示唆され、

接着機構の解明に役立つことが明らかになった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］接着、高分子、電子顕微鏡、フラクトグ

ラフィー 

 

［研 究 題 目］有機半導体のフロンティア状態密度の直

接観測に基づいた電気物性の解明 

［研究代表者］石井 久夫（千葉大学） 

［研究担当者］宮前 孝行（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

有機 EL などの有機デバイスにおける有機材料界面の

構造や相互作用を詳細に解析するために、界面選択性の

高い和周波発生（SFG）分光による材料表面のその場

計測を進めた。可視光レーザーを波長可変化した2色可

変 SFG 分光装置を用いて有機 EL デバイスで、液体で

ある ethyl-hexyl calbazole（EHCz）を用いた有機 EL
デバイスが近年注目されている。有機 EL においては界

面の分子の分極がデバイスの電気特性に大きく影響を与

える可能性があるため界面における分子の配向を知るこ

とが重要になるが、液体表面の分子配向を評価すること

のできる手法は非常に限られる。SFG 分光は液体表面

の分子配向を解析できる手法であるので、EHCz につ

いて気液界面における表面構造を SFG 分光を用いて検

討した。CH 伸縮領域では EHCz の側鎖の CH 伸縮振

動は全く観測されず、表面では側鎖は液体内側方向を向

いていることが示唆された。また紫外光を励起光源とし

た SFG 分光では、1465cm-1付近に弱いピークが観測さ

れており、EHCz は気液界面ではアルキル側鎖を液層

側に向けてカルバゾール骨格が液体表面に突き出して配

向していることが明らかとなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］有機 EL、表面・界面、非線形分光 

 

［研 究 題 目］有機電解質におけるゲル化機構の解明と

高機能材料化 

［研究代表者］吉田 勝（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］吉田 勝、長沢 順一（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 当該研究の目的は、機能材料として新規な物質系であ

る『ゲル形成能をもつ有機電解質（電解質ゲル化剤）』

の自己組織化過程を詳細に解析することにより、その知

見に基づいて新たな有用材料系を創出することを主たる

目的としている。具体的には、電解質ゲル化剤の誘導体

として、コアとなる主鎖ユニットおよび置換基を系統的

に変えた種々のモデル電解質化合物を作成し、その物性

を明らかにすることで、産業化に適した高機能を有する

新たな電解質ゲル化剤を創製するものである。今年度は、

一昨年から検討しているイオン液体に特異的に作用する

新規構造の電解質ゲル化剤について、スペーサー部分の

長さを変えた誘導体を合成してゲル化能を検証し、その

特異な物性をさらに解析した。電解質ゲル化剤のスペー

サー部分の長さを短くすることによりゲルの耐熱性の向

上が見られた。動的粘弾性法により測定したイオン液体

ゲルの貯蔵弾性率は物理ゲルとしては非常に大きく、

5%の濃度でも形態を保持する固さがある。また、イオ

ン液体ゲルはチキソトロピー性を示した。赤外吸収スペ

クトルの測定により、イオン液体のゲル状態ではアセト

ニトリル溶液状態に比べてアミド I 吸収帯が低波数側に

シフトしており、アミドのカルボニル基がゲル中で水素

結合や静電的相互作用など何らかの相互作用をしている

ことが示唆され、ゲル化機構に関係していると推測され

る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ゲル・電解質・イオン液体・電導度 

 

［研 究 題 目］社会的インプリケーティングによる生物

規範工学体系化 

［研究代表者］石田 秀輝（東北大学） 

［研究担当者］阿多 誠文（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 サブセルラー材料研究及びバイオミメチックスデータ

ベース研究成果をシーズに、また、持続可能な社会に必

要なライフスタイルをニーズとして、これら両者をマッ

チングさせ、人と地球を考えたテクノロジーのパラダイ

ムシフトのためのテクノロジー創出システムを構築する。

産総研は社会科学的視点から、生物規範工学が研究開発

からイノベーションプロセスへの展開、さらに社会から

の信頼性醸成に至る包括的ガバナンスの課題に取り組む。

また、日本におけるバイオミメティクスの研究開発とそ

の産業化のために、バイオミメティクスに関する国際標

準化活動の立ち上げを行い、その活動に対する国内審議

会の設立や産学コンソーシアムの枠組みつくりといった

戦略対応を担っている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
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［キーワード］バイオミメティクス、国際標準化 

ISO/TC266 Biomimetics、JISC 国内審

議会、テクノロジーガバナンス 

 

［研 究 題 目］生物毒素に対する分子認識素子の創製と

効果的な除染法の開発 

［研究代表者］瀬戸 康雄（科学警察研究所） 

［研究担当者］鵜沢 浩隆（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 リシン等の生物毒素を吸着・除去する除染技術を開発

するために、標的毒素が結合する認識素子の設計・合成

を行った。リシンは、非還元末端側のβ－D－ガラクト

ース残基と結合するので、この糖残基を有する誘導体を

合成した。目的の生物毒素以外による非特異的吸着を抑

制する目的で、還元末端側のスペーサーにはオリゴエチ

レングリコール基を導入した。除染剤の基材として、カ

ルボン酸で修飾したシリカモノリス担体を選択し、将来、

合成糖鎖を縮合させるため、糖誘導体のスペーサー末端

にアミノ基を導入した。結果として、トリエチレングリ

コール基を有するβ－D－ラクトース、β－D－ガラク

トース、β－D－N－アセチルグルコサミン（対照）、

β－D－グルコース（対照）の各誘導体、及び、ジエチ

レングリコール基を有するβ－D－ラクトース誘導体を

合成した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］テロ対策、分子認識、認識素子、機器分

析、生物毒素 

 

［研 究 題 目］微小錐台におけるエバネッセント光の結

合効果による自然放射光の指向性 

［研究代表者］王 学論（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］王 学論、天野 建（電子光技術研究部

門）、今村 裕志（ナノスピントロニク

ス研究センター）、戸田 直也 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い空間指向性を持つ発光ダイオード（LED）の実

現は様々な応用分野において強く望まれている。我々は

微小リッジ構造におけるエバネッセント光­伝播光変換

現象の研究において、発光領域をリッジ構造の中心に局

在させることによって、光はリッジに直交する面内にお

いて高い指向性を持って放出される現象を見出した。本

研究は上記現象を利用したもので、その目的はエバネッ

セント光の結合現象を錐台構造において2次元的に発現

させることによって、全ての方向において高い空間指向

性を持ち、しかもその指向性は目的や応用に応じて自由

に設計できる革新的高指向性・高輝度 LED を実現する

ことである。平成24年度では、主に微小リッジ・錐台の

作製に必要な微細加工プロセスの開発を行った。具体的

に、リッジ構造に関して、選択ウェットエッチング・再

成長プロセスを用いて幅100nm 程度のストライプ状の

InAs/GaAs 量子ドット層を GaAs リッジ構造の中心付

近に±100nm 程度の精度で配置させることに成功した。

作製した試料の発光特性をフォトルミネセンス法で評価

したところ、量子ドット層の発光強度がその位置がリッ

ジの中心からずれるにつれて弱くなる傾向が観測された。

この結果は理論シミュレーションと一致しており、リッ

ジストライプの垂直方向において指向性が実現されてい

ることを示唆している。一方、微小錐台構造に関して、

AlGaInP の場合、Al 酸化物や In 塩化物などの堆積物

の影響により、平滑な傾斜面を有する錐台の作製が困難

であることが判明した。これに対して、GaN の場合、

エバネッセント光の結合効果の発現が可能な微小錐台の

作製に成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］発光ダイオード、指向性、錐台構造、エ

バネッセント光、結合 

 

［研 究 題 目］有機電界効果デバイス界面の電子・スピ

ン機能とその制御 

［研究代表者］下位 幸弘（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］黒田 新一（名古屋大学）、伊東 裕

（名古屋大学）、丸本 一弘（筑波大学）、

田中 久暁（名古屋大学）、下位 幸弘 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 有機電界効果トランジスタ（FET）は高移動度分子

の開発などによる性能向上が著しく、応用研究が盛んに

行われる。一方、高い移動度の起源や伝導機構について

物性的な観点からも注目さている。本研究では、FET
界面の注入キャリアを直接検出する新しい実験手法であ

る電場誘起電子スピン共鳴（FI-ESR）法を用い、新し

い分子の導入やデバイス界面の化学修飾などにより性能

が著しく向上している新規な FET へ系統的に展開する。

これにより、キャリアの電子状態と伝導特性との相関を

解明し、キャリア伝導機構をミクロに解明することを主

要な目標としている。本研究課題において、産総研は、

名古屋大学ならびに筑波大学の実験グループとの相互フ

ィードバックのもと、理論研究を担当する。 

 本課題の産総研担当部分の研究として、分子動力学法

を用いた有機半導体高分子 P3HT の界面配向に関する

シミュレーションをおこなった。P3HT は典型的な有機

デバイス材料で、界面でエッッジオンとフェースオンの

2通りの分子配向をとることが知られている。この2つの

配向のエネルギー安定性の要因を理論的に解明し、界面

構造を制御する可能性を理論的に考察した。さらに、密

度汎関数法を用いた g 値の理論計算を Alq3分子等に対

しておこない、ESR 実験との比較・検討した。また、

オリゴアセンとルブレンの g 値の理論計算の結果につ
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いて誌上発表をおこなった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］有機半導体、電子スピン共鳴、有機電界

効果トランジスタ、シミュレーション 

 

［研 究 題 目］生体膜における不均一構造のダイナミク

ス 

［研究代表者］関 和彦（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］関 和彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体膜は数十種類の脂質で構成されており、多数のス

テロールなども含まれている。多くの成分は生体膜内で

均一には分布しておらず、特定の脂質が集まった動的ド

メインが特定のタンパク質を取り込み、シグナル伝達な

どの役割を果たしている。本研究では、生体膜を多成分

の2次元流体とみなして、周囲の溶媒も含めた流体力学

的効果および粘弾性効果を詳細に検討することにより、

生体膜における不均一構造の形成ダイナミクスを、理論

およびシミュレーションの手法を用いて研究した。生体

膜における動的不均一性の物理的起原を議論するには、

生体膜の周囲に存在するバルク溶媒（具体的には水）を

媒介とする流体力学的相互作用を考慮することが重要で

ある。本研究では特に(1)バルク溶媒の粘性および粘弾

性効果、(2)膜の形状について、多成分生体膜の構造と

ダイナミクスに関する研究を行った。その結果、球状膜

中のドメインの拡散融合による成長則をバルク溶媒の粘

性効果を考慮して理論的に導出した。また、バルク溶媒

の粘弾性により、脂質中での相関拡散が異常拡散となる

ことを示した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］自己組織化、脂質二重膜、不均一構造 

 

［研 究 題 目］in situ 非線形分光による有機金属界面分

子配向と界面相互作用の研究 

［研究代表者］宮前 孝行（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］宮前 孝行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機 EL などの有機デバイスにおける有機材料界面の

相互作用を詳細に解析するために、界面選択性の高い和

周波発生（SFG）分光による実デバイスのその場計測

を進めた。可視光レーザーを波長可変化した2色可変

SFG 分光装置を用いて実際の有機 EL 素子評価への適

用を試みた。実際に安定して動作する有機 EL 素子は性

質の異なる有機層が幾層も積層され、さらに封止された

状態で作製されている。こうした封止状態の有機 EL 実

素子内部の各有機層からの情報を選別して計測できる手

法は極めて限られる。また通常の有機 EL 素子はガラス

基板上やプラスチック基板上に作製されるためそのまま

の状態では SFG 分光の測定を行うことは不可能である

が、産総研に設置されている次世代化学材料評価研究技

術組合（CEREBA）の協力により、通常の有機 EL 素

子と同じ特性を有する SFG 分光測定用のフッ化カルシ

ウムを基板として有機 EL 素子を作成し、測定を進めた。

我々は、SFG 分光において、可視光の波長を有機物固

有の光学遷移に合わせることで起こる2重共鳴効果と、

測定試料に電位をかけることで引き起こされる電界誘起

効果を効果的に使用することで、積層型有機 EL の個別

の層の情報を引き出すことに初めて成功した。多層積層

された有機 EL 素子に電圧を印加することで有機 EL 素

子内部に電荷集中する層が存在し、印加電圧と蓄積電荷

により形成された内部電界が比例関係にあることを解明

した。この手法は、有機デバイスを非破壊で計測する方

法として非常に有効な方法であり、今後、有機デバイス

の機構解明を目指していく。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］有機 EL、界面、非線形分光 

 

［研 究 題 目］化学反応を駆動源とする超省エネ型・新

規自励振動ゲルアクチュエータを用いた

外部装置フリーのマイクロ流体素子の開

発 

［研究代表者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］原 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自励駆動する筋繊維を模倣したナノファイバーゲルア

クチュエータの創製に向け、水溶液中で安定なナノファ

イバーゲルの構築を目指した。水溶液中で安定なナノフ

ァイバーゲルの作製には、ナノファイバー中に化学結合

もしくは物理結合を構築する必要性がある。本研究では、

ナノファイバーを構成する自励振動するポリマー鎖に疎

水基を導入包することにより、疎水基同士の相互作用に

よってポリマー鎖間に物理的な結合を持たせることを目

指した。その結果、疎水基を導入した自励振動高分子を

原料としてエレクトロスピニング法によって作製したナ

ノファイバーは耐水性を有し、含水しながらも耐水性を

付与することができた。現在、自励振動高分子からなる

耐水性を有するナノファイバーゲルの駆動条件を探索し

ている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］ナノファイバー、アクチュエータ、エレ

クトロスピニング 

 

［研 究 題 目］知能分子ロボット実現に向けた化学反応

回路の設計と構築 

［研究代表者］小林 聡（電気通信大学） 

［研究担当者］原 雄介（ナノシステム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、分子デバイス群を統合して動作させ

る分子ロボットの知能中枢を担う、核酸をベースとした
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化学反応回路の構築を通じて、知的な動作が可能な分子

ロボットを設計・構築する方法論の確立に取り組んでい

る。本研究では、高感度な光応答性分子を設計・合成し、

これを用いて従来の100～1000倍の処理速度を有する光

演算素子を開発する。またこの光演算素子を1分子状態

遷移機械に組み込み、より高速に動作する状態遷移機械

を実現する。これと並行して、確率的自律分散システム

の解析理論、および複雑な化学反応系の数理解析理論を

応用し、安定に動作する状態遷移機械を設計する方法論

を確立する。分子ロボット実機の作成に向けて他班と緊

密に連携し、センサからの核酸シグナル情報を処理して

運動に変換する機構を開発する。特に本研究期間におい

ては、核酸をベースとした化学反応回路を内包した高分

子ゲルの分子設計を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造  

［キーワード］高分子ゲル、アクチュエータ、核酸、分

子ロボット 

 

［研 究 題 目］非整数階微積分の工学応用 

［研究代表者］黒田 雅治（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］黒田 雅治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、非整数階微積分によって記述されるダイ

ナミクスを状態空間表示し、非整数階微積分応答の計測、

および非整数階微積分に基づく制御器の設計方法につい

て明らかにする。 

 提案したマルチセンサ法とは、特殊なアナログ・デバ

イスやデジタル・フィルタなどを必要とせず、既存のセ

ンサ（変位計、速度計、加速度計など）を用いて、構造

物上の複数点での応答から、それら応答信号の実係数の

線形結合として、ある1点での非整数階微積分応答を求

める手法である。 

 平成24年度は、デジタル・シグナル・プロセッサ

（DSP）システムを用いて、マルチセンサ法に対応す

る制御器を構築すると共に、計測・制御実験の対象たる

構造物（例えば、片持ち梁など）、およびセンサ、アク

チュエータの選定に進んだ。その結果、外乱及び制御力

を構造物に印加するアクチュエータとして当初計画して

いた動電型加振器を用いるのではなく、スタック型の圧

電素子を構造物に接着し、それによって外乱と制御力を

与える方が理論通りの制御系の実現につながることが判

明した。 

 次年度（最終年度）は、アクチュエータをスタック型

圧電素子に切り替えて、制御対象を制御ループに組み込

み、制御実験を開始する。構造物の非整数階微分応答を

マルチセンサ法によって計測した後、非整数階微分応答

のフィードバックに基づく最適制御を実現する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造    

［キーワード］物理数学、ダイナミクス、運動方程式、

制御工学 

［研 究 題 目］in situ XAFS と XRD 同時測定による無

機発光材料の活性点構造の解明 

［研究代表者］阪東 恭子（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］阪東 恭子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ガス流通下室温より1000℃までの加熱処理

条件下で、X 線吸収端微細構造解析（XAFS）と X 線回

折（XRD）を同時にその場測定することを可能にする

新規 XAFS および XRD 同時測定法の開発し、それを用

いて新規無機エレクトロルミネッセンス（EL）材料で

ある希土類イオンドープアルミナ自立膜を焼成条件下で

その場観察し、EL 発光活性構造および活性構造発現の

機構、活性構造発現条件の解明を行うことを目的とする。

H24は、新規セルの設計に必要な情報を得るために、既

存の XAFS および XRD 測定両用セルを用いて、EL 発

光の発光元素としての Tb をドープしたアルミナゾルか

ら調製した EL 特性を持つ自立膜に関して、窒素中加熱

条件下での XAFS および XRD の測定を試みるとともに、

測定温度の効果を評価するため、別途各温度で加熱処理

した Tb ドープアルミナゾルを室温で XAFS 測定し、比

較検討した。その結果、加熱条件下と、加熱後室温での

測定では、温度による熱振動の効果に加えて、温度によ

り Tb の周囲の配位環境が変化することが分かり、新規

セルを利用した実験において測定すべき条件に関する情

報を得ることができた。また、XRD 測定に関しては、

通常の Cu Kα線とは違うエネルギーの入射 X 線を照射

したときの、回折角、回折強度とその変化について、加

熱条件下での情報を得るとともに、加熱処理後室温測定

での XRD 測定とのデータ比較も行い、注目すべき回折

角等を明確にすることができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］無機発光材料、X 線吸収端微細構造解析、

その場測定 

 

［研 究 題 目］第一原理計算によるスピン軌道相互作用

系の電界効果の研究 

［研究代表者］三宅 隆（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］三宅 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 電界下でのスピン軌道相互作用に関する第一原理計算

手法の開発と応用を目的とする。鍵を握る技術要素とし

てスピン軌道相互作用、電界効果、ノンコリニア磁性、

磁気異方性、最局在ワニエ関数が挙げられる。これらの

技術要素を組み合わせた汎用的なプログラムは世界的に

も希少である。プロジェクト初年度の H24年度は、以

下のように QMAS（http://qmas.jp/）の整備を行った。

Fully relativistic なプログラムではノンコリニア磁性が

自然に導入される。その自己無撞着計算の効率を改善し

た。また磁気異方性の計算手法開発を行った。スピンの

向きを固定した計算を行い、方向の関数として全エネル
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ギーをプロットする方法で磁気異方性を算出する方法で

ユニットセルあたり数 meV 以下の精度の計算を可能に

した。より簡便な磁気異方性の計算手法として、軌道磁

気モーメントに基づいた計算法の開発も遂行中である。

H25年度は本年度開発した機能と電界効果機能を組み合

わせた計算に着手する予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］計算科学、スピン軌道相互作用 

 

［研 究 題 目］創発化学の自己組織化的デザイン 

［研究代表者］山口 智彦（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］山口 智彦、西村 聡、谷田部 哲夫、

真原 仁、鈴木 航祐 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 創発化学の重要テーマの一つに、ノイズによる自己組

織化がある。ナノスケールほどの領域では、分子数は直

接数えられるほどになり、反応も粒子数の確率的な変化

と捉えるのが妥当になる。そこで、分子ナノシステムに

おける創発現象の理解を深化させるために、パターン形

成系のサイズとノイズの影響について検討した（P. 
Parmananda 教授（IIT Bombay）との研究協力）。そ

の結果、反応が確率過程であるとみなせる微小空間では、

適切な空間サイズのもとで内生ゆらぎによってパターン

が創発される現象が見出された。これは確率共鳴にも似

た現象ではあるが、反応場のサイズと熱ゆらぎによって

最適化される特異なケースであり、微小空間における分

子ナノシステムの構造や機能の創発をデザインする際に

考慮されるべき知見である。 

上述の知見をもとに、脱ぬれによる C60微結晶の巨大

ラセンの創発現象を再吟味した。巨大ラセンを形成す

る散逸的界面は、溶媒蒸発によって系の空間サイズが

大→小へと自発的にスキャンされている系とみなすこ

とができる。この過程で、内生ゆらぎが影響を及ぼす

適正しサイズが実現される可能性がある。例えば、巨

視的ラセンを誘発する回転モードの出現においては、

内生ゆらぎが建設的な役割を果たしている可能性が示

唆される。最終年度にあたり、巨大対数ラセン構造が

創発する一般条件について実験的検討を加えた。種々

の化合物を用いて脱ぬれ実験を行った結果、巨大ラセ

ンの創発を可能にする溶液が満たすべき条件として、

溶質の溶解度が低く、溶媒の蒸発速度が大きく、溶液

の流動性が高い、という3つが抽出された。液膜の脱ぬ

れによる巨大ラセンの創発というマクロな自己組織化

現象を、溶質と溶媒の分子物性から解き明かす道筋が

実験的に得られたのは本課題における大きな収穫であ

った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、分子デバイス、計算科学、

フラーレン、ゆらぎ 

［研 究 題 目］分子ナノシステムの創発化学 

［研究分担者］山口 智彦（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］山口 智彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 日本化学会第93年会に出席し、ATP（Advanced 
Technology Program）の T2.「新材料開発最前線」の

C)自己組織化技術、融合マテリアルが支えるバイオミ

メティクス研究の最前線で、「やわらかいロボット」と

いう演題で50分のキーノート講演を行った。本年度終了

する新学術領域「分子ナノシステムの創発化学」の根幹

の一つに、階層を超える自己組織化の学理とその実証が

ある。すなわち、ソフトマテリアルのアセンブリーや反

応場の環境設計に基づいた時空間的な自己組織化をデザ

インする技法の開発が求められた訳である。実はこのこ

とは、生物、特に昆虫などの小型生命体がすでに行って

きたことに他ならない。「やわらかいロボット」とは、

自己組織化の原理や創発概念をさらに一歩推し進めた、

ソフトマテリアルの統合的なシステムとその設計指針を

示すものである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、分子デバイス、計算科学 

 

［研 究 題 目］液晶の自己組織化を利用した省エネルギ

ー有機半導体薄膜製造技術の開発 

［研究代表者］山本 貴広（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］山本 貴広、川田 友紀 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、低分子有機半導体材料を用いた薄膜デバイ

スの製造において、従来困難であった配向制御可能な溶

液プロセスを実現するため、液晶の自己組織化を利用し

た薄膜作製の基盤技術を開発し、低炭素社会の実現に学

術・応用の両面で貢献することを目的としている。低分

子有機半導体には、耐酸化性に優れ、真空蒸着によって

FET デバイスを作製した場合に高いキャリア移動度を

示すことが報告されているピセンを用いた。溶媒には、

液晶相の中でも対称性が高いネマチック相を発現する3

－プロポキシ安息香酸を用いた。そして、3－プロポキ

シ安息香酸がネマチック相発現する温度において、溶液

プロセスによるピセン薄膜の作製に成功し、適切な表面

処理とパターニングを施すことにより所望の場所でのピ

セン薄膜作製を実現した。そして、作製したピセン薄膜

が FET デバイスとして動作することを確認した。また、

微小なしわ構造を鋳型として用いることにより、薄膜内

でのピセン結晶の成長方位を制御できる可能性があるこ

とを偏光顕微鏡観察等の実験的手法により明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］液晶、有機半導体、溶液プロセス、薄膜 

 

 



研 究 

(728) 

［研 究 題 目］階層的分子モデリングによる生体膜融合

過程の研究 

［研究代表者］篠田 渉（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］篠田 渉、都築 誠二、川本 周平 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体系における情報・物質伝搬の大変重要なプロセス

である膜融合について、脂質分子の種類・組成変化の影

響及び融合タンパクの役割を分子論的に解明することを

目指す。この目的のため、全原子及び粗視化分子モデル

を併用した階層的分子モデリング技術を構築・応用し、

50－100nm の系を分子シミュレーションによって解析

可能とする技術開発に取り組んでいる。特に本年度は膜

融合過程をストーク中間体形成過程、ストーク中間体か

ら融合細孔形成の2段階に分けて、それぞれの過程の自

由エネルギー障壁の計算に取り組んだ。前者は2つの脂

質二重層の外膜同士がつながる過程であり、後者は内膜

同士がつながる過程である。これらの過程における膜の

変形を特徴づける反応経路を探索するため、外部条件を

変更することによって融合を進める試行的な分子動力学

計算を繰り返し行った。観測に基づいて得られた反応経

路を用いて、自由エネルギー障壁の見積もりを熱力学積

分法により実行した。その結果、自由エネルギー障壁の

高さは脂質組成比、融合する脂質二重層間距離、曲率な

どに依存して大きく変わることを明らかにした。さらに、

膜融合過程における膜の変形（弾性）エネルギーの解析

は大きなベシクル間の膜融合を特徴付ける上で大変重要

であることから、分子シミュレーションから弾性係数を

精度よく求める手法を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］膜融合、分子シミュレーション、脂質、

融合タンパク 

 

［研 究 題 目］気－液界面を起点として合成されるゼオ

ライト AFI の配向自立膜 

［研究代表者］小平 哲也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］小平 哲也、池田 卓史（コンパクト化

学システム研究センター） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質結晶の一種であるゼオライト AFI の配向自立

膜は研究代表者が本研究課題前に発見したものであり、

特異的な合成機構に由来している。本研究の第1目標は、

この配向自立膜の形成過程の解明と高品質配向自立膜合

成条件の探索である。第2目標として、軽量であるが機

械的強度に劣る自立膜に対し、従来とは異なる発想に基

づく機能の付与・利用法の開発を行うことである。 

 研究は自立膜の配向性に関する定量的かつ精度の高い

X 線結晶学的手法による評価、更に膜の最適合成条件探

索の一助ともなる膜形成過程の解明を目的とした合成環

境その場観察装置の開発などからなる。既に自立膜形成

の起点は気－液界面であることを研究開始時に解明した

が、その子細がその場観察により明らかになると期待さ

れる。また応用として、従来のゼオライト膜の用途（例

えば混合ガス・液体の分離）とは異なる非接触・非破壊

型の用途開発を狙う。 

 本年度は、合成反応その場観察装置を使った反応過程

の可視化による具体的な膜形成過程の経時変化を記録し、

マクロな反応機構を解明した。水熱反応の進捗に共に、

気液-界面に発生した溶液の相分離界面が重力により

徐々に下降する。この界面にて自立膜が形成されていっ

た。また、相分離した下方の溶液はゲル状であり、高い

粘性を有することが確認された。そのため、自立膜の沈

降を抑え、界面にて膜の配向成長を促進したと考えられ

る。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ゼオライト、配向自立膜 

 

［研 究 題 目］血管内皮細胞と骨髄細胞の共存培養系に

よる骨再生に関する研究 

［研究代表者］植村 寿公（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］植村 寿公（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 組織工学による再生骨は骨グラフトに代わる技術とし

て注目されているが、臨床応用可能な大きさや形を持つ

骨の再生は、血管を伴わないと難しい。本研究では、骨

髄細胞（MSCs）と骨髄由来血管内皮細胞（Ecs）とを

多孔性細胞足場材料に播種し、RWV バイオリアクター

による3次元培養を行うことにより、血管を伴う骨組織

の再生に成功した。RWV バイオリアクターによる回転

培養によって、MSC 由来の ECs は足場材料中に、vWF

の免疫染色、フローサイトメーターによる CD31の発現

により確認できた。再生組織は、トルイジンブルー、ヘ

マトキシリンーエオジン染色、オステオポンチン、オス

テオカルシンの免疫染色、トマトレクチン染色により解

析した。その結果、血管を伴った骨組織が再生されてい

ることが確認できた。RWV バイオリアクター中の培地

の流れ、MSCs、ECs の相互作用がうまく作用して、血

管を伴った3次元的骨組織が再生できたものと考えられ

る。 

 本研究では、回転培養装置を利用して in vitro での骨

組織の構築を目指した。骨髄間葉系幹細胞と骨髄間葉系

幹細胞由来の内皮細胞を共培養すること、さらに

scaffold の使用や段階的な播種方法により、生体外で血

管様構造を備えた三次元骨組織の構築に成功した。また、

この組織を免疫不全ラットの骨欠損部位に移植し、生体

内での骨再生を観察したところ、非移植群に比べて骨再

生能が高いことが確認された。本研究の組織工学・再生

医工学的アプローチが、低侵襲な治療法の1つに寄与す

ることを期待したい。 
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［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］血管、骨再生、共培養 

 

［研 究 題 目］第一原理計算に基づくシリコンナノシー

トの有機分子修飾による機能化 

［研究代表者］森下 徹也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森下 徹也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノシートは体積に対する表面積の割合が高いため、

2次電池電極や太陽電池、分子センサーなどへの応用が

期待されている。特に Si ナノシートは分子修飾しやす

いため、修飾分子に応じて多様な性質の発現が期待され

る。本研究では、有機分子修飾された Si ナノシートの

電子物性を第一原理計算により明らかにし、電池電極な

どへのデバイス応用に適した分子修飾を提案する。 

 平成24年度は deanol 基が Si(111)表面に吸着したシ

リコンナノシートを対象とした。実験的には有機溶媒反

応において合成されているが、構造等の詳細は不明であ

った。本計算では、deanol 基の吸着構造を密度汎関数

理論（DFT）に基づく構造最適化と分子動力学計算よ

り明らかにし、deanol 修飾シリコンナノシートの単層

状態における電子状態を解明した。計算より、deanol
基は酸素原子が Si のダングリングボンドと結合するこ

とでシート面に垂直に近い形状で吸着することがわかっ

た。吸着により Si シートは若干ひずみが生じるものの 

(111)面は安定に保持されていた。deanol 修飾ナノシー

トの構造確定後、アニオン分子のナノシートへの吸着を

検証した。DFT に基づく計算を実行し、BF4アニオン

が吸着した際の安定構造を同定し、さらに吸着前後のナ

ノシートの電荷分布を計算してアニオンとシート間に電

荷移動が生じることを明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］シリコン、ナノシート、2次電池、電極 

 

［研 究 題 目］高分子－液体間ナノ界面における高分子

鎖シミュレーション解析 

［研究代表者］森田 裕史（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］森田 裕史（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、粗視化シミュレーションを用いて高分子

―液体間ナノ界面における界面場中における高分子鎖の

コンフォメーションとダイナミクスを明らかにし、1分

子鎖のサイエンスの観点から、高分子－液体間界面がソ

フト界面となりうるメカニズムを明らかにすることを目

的として進めている。 

 本年度は、部分溶解するポリマーとして、溶ける粒子

と溶けない粒子のランダムコポリマーとして扱うことと

し、DPD モデルで記述した。結果として、下記にあげ

る 3つの状態、 4種類の構造が得られた。 1) Flat 
swelling surface、2) Fluctuating swelling surface、

3)inhomogeneous Dissolved structure 、 4) 

homogeneous Dissolved structure である。1)は、界面

近傍に溶ける成分が偏析して、分子鎖スケールで膨潤構

造が生成する状態を表す。2)は、界面近傍に溶ける成分

が偏析するが、界面に溶ける成分が偏析できる量よりよ

り多い成分が偏析した際に、界面の面積を稼ぐために界

面に揺らぎが現れてくる状態を表す。3)は、巨大なミセ

ル状となり、不均一な状態ではあるが、ポリマーが溶け

ている状態を指す。4)は、ポリマーがほぼ液体の中で均

一分布しながら溶けている状態を指す。また、溶ける成

分の割合と溶ける成分における溶媒粒子との間の非結合

相互作用を変えた際の相図についての作成も行い、これ

らの構造の生成について検証することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］界面、シミュレーション、高分子 

 

［研 究 題 目］分子軌道設計による新規電子相の開拓 

［研究代表者］石橋 章司（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石橋 章司、寺倉 清之 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、実験研究者と密な連携をとりつつ、経験的

パラメータを用いない第一原理計算手法を駆使して、必

要に応じて結晶構造の決定も行ないながら、単一分子性

金属や有機強誘電体などの分子性物質の電子状態を明ら

かにし、各種物性値を求めていこうとするものである。

H24年度は、最局在ワニエ軌道を用いたバンド計算結果

の解析を軸に、それぞれの物質群の電子状態の特徴付け、

物質群内での電子状態の差異とその起源の解明、を行な

い、分子軌道の観点から結果を整理していくことを計画

していた。それに従って、次のような研究活動を進めた。

Projector Augmented-Wave 法と平面波基底を用いた第

一原理計算により、単一成分分子性導体 Cu(dmdt)2の

電子状態（磁気秩序を含む）を、類縁物質 Cu(tmdt)2
のものと比較しながら、詳細に調べた。これらの物質に

加え、Ni(tmdt)2・Au(tmdt)2および有機強誘電体

TTF-CA の電子状態について、最局在ワニエ軌道を用

いて、系統的な解析を行った。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］第一原理計算、電子状態、有機導体、強

誘電体、最局在ワニエ軌道 

 

［研 究 題 目］超分子単分子膜作製と刺激応答素子への

応用 

［研究代表者］石田 敬雄（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄、大山 真紀子、衛 慶碩 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 24年度は、Ru 錯体分子膜を利用した液晶駆動および

導電性高分子の自己組織化と熱起電力について研究を行
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った。刺激応答素子への展開として酸化還元能を持つ

Ru 錯体分子膜から生じる大きな電気化学電流を利用し

た液晶セルの研究では、Ru 錯体と絶縁分子の混合によ

って液晶が様々なパターンを形成することが判明してい

たが、さらに詳細な解析より Ru 錯体と絶縁分子の混合

比が変わると分子膜にかかる電圧が変化していたことが

明らかになり、対流の大きさ、形がこの電圧に依存する

ことが分かった。また導電性高分子 PEDOT:PSS の自

己組織化と熱起電力発生について刺激応答の視点から研

究をはじめた。PEDOT:PSS の導電性は通常キャスト

しただけの膜では1S/cm 程度の導電性であるが、キャス

ト前の PEDOT:PSS にエチレングリコールを混合させ、

キャスト後、さらに150℃の温度でアニールすることで

導電率が2～3桁向上し最大870S/cm となった。エチレン

グリコール添加によってこのような非常に高い導電性が

得られたのは、X 線回折からエチレングリコールが蒸発

する過程で溶媒に分散している PEDOT:PSS のナノ結

晶粒子が、非常に高い秩序をもって配列されるためだと

考えられる。また有機材料として大きな熱起電力の発生

も確認した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］表面コーティング、分子素子、超分子、

自己組織化 

 

［研 究 題 目］分子ナノシステムの創発化学 

［研究代表者］石田 敬雄（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 敬雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 24年度は、主に分子ナノシステムの創発化学領域の情

報収集の一部として導電性高分子の自己組織化と熱起電

力、超分子の自己組織化などについて9月の秋の応用物

理学会への調査を行った。例えば導電性高分子ポリアニ

リンの熱電特性に関する報告や、導電性高分子

PEDOT:PSS のテラヘルツ分光によるキャリア密度、

移動度の評価、導電性高分子 PEDOT:PSS のマイクロ

電極によるホール係数測定、同じく PEDOT:PSS の熱

電特性とその評価について新しい2オメガ法、3オメガ法

を取り入れた評価など導電性高分子の熱電材料に関する

研究のの最新動向や、導電性高分子のキャリア密度、移

動度の評価法等、関連技術動向について多くの有益な情

報が得られた。 

このほかPEDOT:PSSのトランジスタ測定、有機太陽

電池の自己組織化と関係した特性変化についての多数の

報告、エレクトロスプレーを利用したフラーレン誘導体

の自己組織化で電圧と分子種により会合状態が大きく異

なる現象、フェロセン誘導体の基板上への自己組織化に

関する報告など興味深い発表を多数聴講し、超分子の自

己組織化や分子のナノスケールでの創発現象に関係する

最新動向を調査することができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］表面コーティング、分子素子、超分子、

自己組織化 

 

［研 究 題 目］タンパク質機能の自由エネルギー解析と

機能制御の分子基盤 

［研究代表者］石田 豊和（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］石田 豊和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、非経験的量子計算と分子動力学計算

を組み合わせた複合シミュレーション技術の開発と拡張

を基礎として、分子認識や酵素反応など、タンパク質の

機能発現過程を分子レベルで詳細に解明する事を目的と

している。今回特に「反応基底状態を不安定化させる事

で相対的に酵素反応を加速させる」と言う作業仮説を検

証 す る た め 、 オ ロ チ ジ ン 一 リ ン 酸 脱 炭 酸 酵 素

（Orotidine 5'-phosphate decarboxylase, ODCase）
を題材に選び、触媒過程の自由エネルギー変化を定量的

に計算する事で酵素活性の要因を検討した。 

 脱炭酸過程の反応自由エネルギー変化を酵素中／水溶

液中とでそれぞれ計算し、反応経路に沿ったエネルギー

成分を解析する事で、タンパク質の極性環境が反応中間

体を安定化し、結果として酵素活性が促進される事が改

めて確認された。しかしその一方で、ES錯体形成時に

タンパク質場が基質に構造歪みを加え、相対的に基質が

不安定化する事により活性化エネルギーを低下させる寄

与も認められ、それぞれの触媒効果に対して異なったア

ミノ酸残基が関与している事が確かめられた。これら触

媒性残基を変異させた変異型酵素の反応機構解析を通し

て、本酵素の活性を調整する分子機構を解明する事が次

のステップの目標である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］量子化学計算、自由エネルギー計算、酵

素反応、分子認識、アミノ酸変異 

 

［研 究 題 目］生物規範界面デザイン 

［研究代表者］大園 拓哉（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大園 拓哉、黒川 孝幸、平井 悠司、

小林 元康（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

生物の「動き」とその「制御」は、生物表面－環境の

界面が持つ作用である。様々な環境に適応した多様な生

物群を考えると、その環境下での生物の運動、物質交換、

情報獲得のために進化した個性豊かな界面構造、その動

き、制御機構が存在する。最近になってバイオミメティ

クスの観点からその一部の原理が調べられ、抽出された

概念が工学へ応用されるようになってきた。そのなかで

本研究では、変形能を有する界面凹凸形状と液体に濡れ

た（ウェット）界面に特に着目し、そのトライボロジー

機能と構造・変形の関連を人工的な材料系を構成するこ

とで調査し、生物の事例にも学びながら、より一般的な
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学理を導き出す。さらにその結果を、社会ニーズの実現

の観点から応用し、特にスイッチング可能なトライボロ

ジー特性（吸脱着能、摩擦力の増減能）を有する界面を

開発することを目的とする。そのため、生物の体表面な

どに見出されるウェットかつ可逆的に変形可能な微細構

造を模倣した材料を創製し、それらの構造が摩擦や潤滑、

接着など表面特性に与える影響を明らかにすることで、

表面・界面の機能を自在に制御（スイッチング）可能な

新しい技術や原理の創出を目指している。生物特有のウ

ェットかつ柔軟な材料（ソフトマテリアル）のトライボ

ロジー特性を明らかにすることは学術的にも極めて重要

であるが、そのためには高分子科学、無機化学、トライ

ボロジー、付着・接着学、海生生物学、界面メカニクス、

非線形科学、機械工学など当班員がカバーする幅広い異

分野連携・異分野融合によって研究を進めている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］バイオミメティクス、トライボロジー、

生物規範工学、自己組織化 

 

［研 究 題 目］第一原理分子動力学法による構造サンプ

リングと非平衡ダイナミクス 

［研究代表者］大谷 実（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］大谷 実、Nicephore Bonnet 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

密度汎関数理論に基づく第一原理分子動力学法を用い

て、原子間相互作用の非調和性が本質的に重要となる大

きな原子変位を伴う物理現象の予測と、非平衡ダイナミ

クスの解明を目指す。具体的には、分子／電極界面での

電子移動による再配置エネルギーと電子移動度、固液相

変化とナノスケールでの相関や揺らぎ、固液界面の電気

化学反応をターゲットとする。本年度は分子／電極界面

のモデリングを向上するための方法論の開発を行った。 

通常の第一原理分子動力学シミュレーションは系の電

子数を一定に保って行われる。これは系が外部と電子の

交換を行なっていないことを意味するが、現実の多くの

興味あるデバイスでは、系が外部のポテンショスタット

に接続され電子の交換を行い、電位を一定に保ち機能

（物理現象）をコントロールしている。このような系を

うまくモデリングするために、電位を一定に保つことが

できる手法を開発した。温度や圧力一定の分子動力学法

に用いられる、拡張系の方法を参考に電荷の運動方程式

を導入し、統計力学的に印加電圧を制御することが可能

になった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理分子動力学シミュレーション、

有効遮蔽媒質法、固液界面シミュレーシ

ョン手法開発 

 

 

［研 究 題 目］グラフェン・ナノ構造の電気伝導 

［研究代表者］中西 毅（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］中西 毅、宮本 良之、安藤 恒也 

（東京工業大学）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は層欠陥、周期構造などナノ構造があるグラフ

ェンの電気伝導、電子状態などを理論的に研究し、トポ

ロジカルに特異な2次元系でのメゾスコピック現象を解

明し予言することを目的とする。 

 最初に、表面に層欠陥を含む多層グラフェンにおいて

電気伝導を有効質量近似の方法で調べた。その結果、電

気伝導の谷状態に依存する異方性すなわち谷分極伝導を

示した。異方性の方向は層数の偶奇性により反転し、そ

の大きさは層数と共に減衰する。また、異方性の大きさ

は層欠陥の原子構造に大きく依存することを見いだした。 

 次に、グラフェン・ナノ構造の一例として扁平したカ

ーボンナノチューブを調べた。扁平したカーボンナノチ

ューブは層間相互作用があり2層グラフェンとみなせる

中央部分と、単層グラフェンとみなせる端部分から構成

される。実験的には太い単層ナノチューブの単離と、そ

れに由来する扁平したカーボンナノチューブが報告され

ている。グラフェン・リボンに比べ、端構造に揺らぎの

少ない新たな量子細線として注目される。そこで有効質

量近似の方法により、端での境界条件とその電子構造を

調べた。結合と反結合サブバンドに分かれた金属的な電

子状態、および単層部分に広がり2層部分では減衰する

新しい端状態を示した。この端状態はエネルギー分散を

持ち、平らなバンド構造で特徴付けられるグラフェン・

リボンの端状態とは異なる。 

 さらに、第一原理シミュレーションでは加工されたグ

ラフェンデバイスの評価手段として近年注目されている

He イオン顕微鏡の実用性を調べ、格子像レベルの解像

度が達成可能であることを実証した。さらに、レーザー

によるグラフェン化学修飾の制御方法を提案した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］グラフェン、電気伝導、量子効果 

 

［研 究 題 目］単分子素子の機構解明を先導する機能性

π電子系の創製 

［研究代表者］中村 恒夫（ナノシステム研究部門) 

［研究担当者］中村 恒夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 単分子による、p 型あるいは n 型の素子材料を有機合

成により創成、金属電極に接合し、その伝導性や機構を

シミュレーションで検証することで、機能性π電子系の

設計を行うことが目標である。我々は、シミュレーショ

ン及び理論解析を担当し、合成された実在分子系の物性

を評価する。本研究では、我々が開発した電気伝導計算

プログラム HiRUNE を用いて、合成されたチオフェン

をユニットに持つ、多脚アンカーを電極に接合した、π
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共役分子の伝導計算を行い、その伝導特性が p 型であ

ることを示し、アンカーと共役分子の留め金にあたる部

分の置換による特性変化を議論した。一連の結果は合成

担当の研究グループにフィードバックされ、より伝導度

を高め、かつ、p/n を自在に設計するための指針につい

て、議論しているところである。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］第一原理シミュレーション、有機エレク

トロニクス材料 

 

［研 究 題 目］量子多成分系分子理論システムの構築お

よびプロトニクス・ポジトロニクスへの

展開 

［研究代表者］長嶋 雲兵（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］長嶋 雲兵（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

現在の量子化学理論は主に化学結合を支配する電子状

態の理論に偏っているが、本プロジェクトでは、電子に

加え、水素結合に重要な役割を果たすプロトンや医療応

用がすでに始まっている陽電子、µオンなど量子多成分

系を取り扱う事が可能な分子理論の開発と応用を行う。

産総研グループは陽子に注目し、水素結合と H/D 同位

体置換による幾何学的同位体効果の解析を行うために、

経路積分分子動力学（PIMD）シミュレーション技術の

開発と応用を行っている。 

本年度は、塩素負イオン水和クラスターの構造にたい

する、核の量子効果と H/D 同位体置換に関する幾何学

的同位体効果を解析した。また温度依存性のみの効果を

見るために、核の量子効果を含まない古典的分子動力学

シミュレーション（CMD）もあわせて実行した。 

核の量子効果を含む PIMD の構造分布は CMD のそ

れに比べ広く、またその平均構造は、重原子間の距離が

短くなっている。この結果からは核の量子効果はポテン

シャル面をより浅くするため構造分布の広がりを与え、

平均構造の違いからイオン－水間のイオン性水素結合お

よび、水－水間の水素結合両者を強める効果があること

が判った。また H/D 同位体置換による幾何学的同位体

効果は、H の場合に比べイオンー水間のイオン性水素

結合および、水－水間の水素結合両者を弱める傾向があ

ることが判った。これは、D の方が核の広がりが小さ

く、電子を核中心に多く引きつけるため、D の正電荷

が H のそれに比べ小さくなるからである。また D 置換

した場合、イオン－水間のイオン性水素結合の弱まり方

のほうが大きいため、結果的に水－水間の水素結合が重

要となる第二水和圏の形成が促進されることが観測され

た。また、フッ素のイオン－水間のイオン性水素結合に

比べ塩素のそれは弱いため、塩素イオン水和クラスター

の場合は先の D 置換の場合と同様、相対的に水－水間

の水素結合が重要となる第二水和圏の形成が促進される。

これは、塩素陰イオン水和物のように比較的通常の水同

士の水素結合に近い、弱いイオン性水素結合を持つ水和

物は、水の水素結合をより強固にするという実験的知見

を支持する。 

［分 野 名］量子化学   

［キーワード］水素結合、同位体効果、ポジトロン、µ

オン、核の量子効果 

 

［研 究 題 目］ゲルを用いた金属型カーボンナノチュー

ブの単一構造分離 

［研究代表者］田中 丈士（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］田中 丈士（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、金属型単層カーボンナノチューブの構

造分離を行うことを目的に実験を行った。前年度に段階

溶出による方法と、単層カーボンナノチューブ分散液を

過剰投与することによる競争的吸着による分離を行った

が顕著な分離を認めることが出来なかったため、今年度

は、長いカラム（60cm）を用いて、クロマトグラフィ

ーシステムにより溶出液組成を厳密に制御することで、

分離の改善を試みた。分離用試料にはあらかじめ金属型

単層カーボンナノチューブを分離精製したものを用いた。

濃縮した金属単層カーボンナノチューブ試料を少量添加

し、長いカラムを通過する間に分離が生じた。その結果、

光吸収スペクトルで明らかに単層カーボンナノチューブ

組成の異なるものが分画された。ラマン分光によっても、

異なる金属型単層カーボンナノチューブが分離されてい

ることが確認された。分離されてくる順序には一定の法

則性があるようであった。分離された試料を再分離する

こと、あるいは、さらに長いカラムを用いることによっ

て、分離精度の向上と単一構造金属型単層カーボンナノ

チューブが期待できる。一方、ゲルを用いた金属型・半

導体型単層カーボンナノチューブの分離原理解明に関す

る研究も行った。分離精製した金属型と半導体型単層カ

ーボンナノチューブのそれぞれについて、ゲルに対する

吸着を定量的に解析した。その結果、単層カーボンナノ

チューブとゲルの相互作用は Langmuir の吸着等温式

に従うこと、その吸着はエントロピー駆動であること、

金属型と半導体型の単層カーボンナノチューブとゲルの

吸着定数が異なる結果分離されることを見出した。本成

果は、金属型と半導体型の単層カーボンナノチューブと

ゲルとの相互作用を熱力学的視点から世界で初めて示し

たものであり、海外著名雑誌（ACS Nano, impact 
factor＝11.4）に掲載された。 

［分 野 名］ナノテク・材料・製造   

［キーワード］カーボンナノチューブ、金属、半導体、

分離、ゲル 

 

［研 究 題 目］高品質酸化物ナノ粒子製造のための核発

生と成長過程の厳密評価用マイクロデバ

イス開発 
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［研究代表者］陶 究（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］陶 究（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

マイクロ流路を用いた連続式水熱法による酸化物微粒

子製造において、粒径分布が狭く平均粒径を制御した高

品質な酸化物ナノ粒子の製造には、流路内壁面での不均

質核発生／成長による粒径分布の拡大・多峰化、副生成

物の生成等の回避が不可欠である。本研究ではこの課題

を解決可能な構造のマイクロデバイスを開発し、各種条

件でナノ粒子合成を行い有用性を実証するとともに、平

衡論・速度論の両面から核発生／成長機構を解析し、所

望の粒子特性を有するナノ粒子の設計指針を明らかにす

ることを目的としている。 

 今年度は、前年度に開発した加熱水と原料金属塩溶液

との混合部の促進のためのマイクロデバイスを用いて、

水熱反応速度の異なる酸化物（Fe2O3や ZnO など）を

対象に研究を実施した。特に滞在時間と粒径と分布の関

係について検討した結果、デバイスの有用性は実証でき

た。一方で、水熱反応速度の遅い酸化物（たとえば

ZnO）では混合を改善しても分布の狭い粒子は得られな

かった。これは、酸化物種によらず均質なナノ粒子を得

るためには数百ミリ秒オーダー以下の滞在時間での混合

の完結に加えて『高過飽和比の付与、つまり瞬時に原料

の全てを核発生させ結晶成長過程を経ない粒子生成条件

の設定』が不可欠であることを示している。よって、過

飽和比制御のために用いるアルカリ水溶液との混合部に

ついても混合促進構造について検討し、来年度開発する

マイクロデバイスについて、混合促進のために旋回流を

利用する新たな構造を決定した。また、上述した結果は、

核発生と成長を進行させる部分を装置内で明確に分割し

て制御するために、原料を多段供給する方法の必要性を

示しており、来年度も検討を継続する。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金属酸化物、ナノ粒子、高温高圧水、オ

ンデマンド製造、マイクロ流体デバイス 

 

［研 究 題 目］蛍光体ナノ結晶の合成とＥＬデバイスへ

の応用 

［研究代表者］伯田 幸也（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］伯田 幸也、陶 究、大原 基広 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、粒子径を制御された希土類元素ドープ型の

ペロブスカイト蛍光体ナノ結晶の合成と得られたナノ蛍

光体の素子、デバイスへの応用の可能性を明らかにする

ことを目的とする。本年度は、以下の課題について実験

的検討を行った。 

 ペロブスカイト蛍光体ナノ結晶の合成と粒子特性評価

においては、本年度は、母体としてカルシウムージルコ

ニア系、およびカルシウム－すず系を選び、発光イオン

としては希土類イオンのテルビウムイオンを用いて、緑

色および青色発光蛍光体の合成を試みた。原料組成、反

応温度、圧力を広範囲で変化させて合成を試みたが、目

的相であるペロブスカイトは得られず、主な生成物は正

方晶ジルコニアであった。一方、カルシウム－すず系を

母体として用いた場合、X 線回折解析によれは、酸化ス

ズが副生したが、ペロブスカイト相の生成が確認できた。

さらに、微小であるが、緑色の PL 発光も観察できた。 

 PL, EL 特性評価とモデル素子の試作については、前

年度作製したチタン酸系ペロブスカイトナノ粒子を使い、

発光素子の試作を行った。本年度は、ナノ粒子分散膜の

厚みが発光開始電圧および発光強度へ及ぼす影響を調べ

た。発光強度を高めるために、超臨界水熱合成蛍光体ナ

ノ粒子を予め1000℃で8時間焼成処理を行った。モデル

素子の分散膜の厚みはスペーサーによって10～100µm
まで制御した。その結果、50、100µm では発光開始電

圧が400V（1kHz）であったのに対して、膜厚を10µm
とすることで、発光開始電圧が20V と劇的に下げること

ができ、商用電力を用いた発光素子の可能性を確認でき

た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ蛍光体、ペロブスカイト、超臨界水

熱合成 

 

［研 究 題 目］キラリティを有する液晶が形成する3次

元秩序構造 

［研究代表者］福田 順一（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］福田 順一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

強いキラリティを有する液晶は、コレステリックブル

ー相と呼ばれる、液晶の配向欠陥が複雑に入り組んだ特

異な3次元秩序構造を形成することが知られている。本

研究の目標は、コレステリックブルー相を示す液晶の平

行平板セルにおける秩序形成のメカニズム、電場応答の

ダイナミクスの解明、およびコレステリックブルー相の

安定性を決める要因を理論的に明らかにすることである。

本年度は、平行平板間に電場を印加した時、および電場

消失時の配向欠陥のダイナミクスに対して、連続体理論

に基づく数値計算を行なうことで詳細な検討を行ない、

電場の強さに応じた応答のダイナミクスの違いを明らか

にした。また、ディスプレイで実際に用いられる櫛歯電

極によって誘起される、空間的に非一様な電場に対する

応答が、本研究で開発した計算スキームによって明らか

にできることを示した。さらに、高分子の光重合による

コレステリックブルー相の安定化のメカニズムについて、

高分子によって液晶の配向欠陥の部分が置き換えられる

という仮定のもとに検討を行い、実際そのようなメカニ

ズムで BP I と呼ばれる相は安定化されるのに対し、BP 
II という相の安定性は高分子の存在によってほとんど

変化しないことがわかった。この結果は、実験事実を定
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量的なレベルでうまく再現するものである。  

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］液晶、シミュレーション、コレステリッ

クブルー相、位相欠陥、液晶セル、電場

応答、安定性 

 

［研 究 題 目］タンパク質コロナと生体分子の相互作用

の解明 

［研究代表者］平野 篤（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］平野 篤（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ナノ粒子は、サイズや形態に由来する特有の機能をも

つため、次世代材料として電子材料から医療まで幅広い

分野で応用開発が進められている。しかし同時に、アス

ベストように、ナノ粒子の生体への有害性が指摘されて

いる。ナノ粒子を研究開発する上で、有害性の理解が後

手に回ることは、労働災害のみならず生態系へも影響し

かねない。したがって、ナノ粒子の有害性を理解し、安

全性を事前に確保することは、ナノテクノロジーの発展

の根幹に関わる重要な課題である。 

 現在、生体内へ取り込まれた際に形成されるナノ粒子

表面のタンパク質層（タンパク質コロナ）は、ナノ粒子

の生体内動態と関わることが細胞実験から示されている。

しかし、細胞実験だけでは、タンパク質コロナが生体へ

及ぼす効果を分子レベルで理解することは困難である。 

 そこで当該研究では、世界的に応用開発が進められて

いる単層カーボンナノチューブ、金ナノ粒子、酸化セリ

ウムなどのナノ粒子を用いて、未知であるタンパク質コ

ロナと生体分子の相互作用を物理化学的に明らかにし、

ナノ粒子の生体内動態の分子機構を理解することを目的

とする。当該知見はナノ粒子の安全性を知る手がかりと

して有益なものになると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、タンパク質、安全性 

 

［研 究 題 目］光二量化反応に基づいた有機化合物の可

逆的な相構造制御とその応用に関する研

究 

［研究代表者］木原 秀元（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］木原 秀元、吉田 勝（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光反応性有機分子であるアントラセンに

着目し、光反応に基づいた材料の相変化を機能性材料開

発に応用することを目指す。アントラセンの2位の位置

にアルキルスペーサーを介してシアノビフェニル基を導

入した化合物は室温で結晶相を示すが、この化合物を加

熱溶融させながら紫外光を照射して得られた光二量体は

室温でも安定なアモルファス固体相を示すことが分かっ

た。そこで、フォトマスクを用いて、この化合物の薄膜

サンプルに紫外光を照射したところ、結晶相と固体アモ

ルファス相のコントラストを有するパターンを形成する

ことができた。また、光二量体は200℃付近まで加熱す

ると元のアントラセン化合物に戻るので、パターン化し

たサンプルを加熱することによりパターンを消去するこ

とができた。酸化による分解が徐々に起こるものの、こ

のパターン書き込み・消去のプロセスは繰り返し行うこ

とができた。このように、本材料は、長期記録保存可能

また繰り返し使用可能な光記録メディアに応用できる可

能性を示した。 

 さらに、アントラセン化合物の光二量体がアモルファ

ス固体相を発現するメカニズムを解明するために、光二

量化反応で生成する構造異性体の分離精製をリサイクル

分取 HPLC などを用いて試みている。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］アントラセン、光二量化、相変化、光記

録 

 

［研 究 題 目］有機材料とナノ構造体材料における熱電

効果の理論研究 

［研究代表者］浅井 美博（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］浅井 美博、Marius Ernst  
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年11月来日直ぐに開始したフォノン輸送を計算する

為の第一原理コード開発は既に完成・終了し、開発済み

の電子伝導度、電子ゼーベックを計算する為のコードと

併せて熱電性能指数 ZT の第一原理計算が可能になった。

これらの計算コードを用いて積層シクロファンと endo 
fullerene の熱電特性の計算を行った。これらの有機分

子系に共通してフォノン熱伝導度が強く抑制される事を

まず確認した。これは電極フォノンと有機分子の分子振

動の振動数ミスマッチから予期される事であり理論的な

予測と良く一致する。これと並行して化学的な修飾が電

子・フォノン輸送に及ぼす影響も研究した。接合狭窄効

果により電子伝導度は量子化されるが、量子フォノン伝

導の場合は接合構造がどの様な影響を及ぼしているので

あろうか？この問題を第一原理計算により研究しており、

結果を精密測定実験と比較検討する事を予定している。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造   

［キーワード］理論シミュレーション、熱電特性、フォ

ノン熱伝導度、ゼーベック係数 

 

［研 究 題 目］構造化ゲルと化学反応場の協働による運

動創発 

［研究代表者］有村 隆志（ナノシステム研究部門） 

［研究担当者］有村 隆志、向井 理 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

平成24年度から発足した新学術領域研究「感覚と知能

を備えた分子ロボットの創成（領域略称：分子ロボティ
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クス）」は、個別の材料やデバイスを「いかにシステム

として組み上げるか」に重点を置いて、人工的な分子シ

ステムを構築する方法論の創成を目指す新しい学術領域

であり、4個の計画研究テーマ（感覚班、知能班、アメ

ーバ班、スライム班）から構成されている。すなわち、

ロボット工学の方法論を導入してこれらをシステム化し、

従来の方法論では達成しえない「プログラム可能な人工

分子システム」の実現をねらうのが本学術領域である。

「構造化ゲルと化学反応場の協働による運動創発」をテ

ーマとするスライム班においては、分子ロボットの「ス

ケールの拡大」を目的として、ゲル反応場で構成される

スライム型分子ロボットを開発することを目的としてい

る。具体的には、精密に分子設計された高分子ゲルを反

応場として、ミリオーダーの非均質な反応空間を生成し、

反応生成物の時空間的分布中で、さまざまな分子デバイ

ス群を動作させるための基盤要素を開発する。今年度は、

異方性を必要とする機能、即ち分子反応場環境中の濃度

勾配をセンシング可能な分子システム、および自律運動

の可能な反応場の設計・合成を試みた。また、インター

カレーション特性を有する新規アクティブゲルの合成に

成功した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］分子ロボティクス、アクティブゲル、レ

オロジー制御、自己組織化 

 

［研 究 題 目］高周波スピントロニクスの研究 

［研究代表者］今村 裕志 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］今村 裕志、谷口 知大 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 強磁性体を含むナノ構造にスピン流を注入することで

生じる高周波（GHz から THz）領域におけるスピンの

歳差運動を利用する「高周波スピントロニクス」の基礎

理論を確立する。このことにより、高性能トンネル磁気

抵抗素子をベースとした高出力・狭腺幅な高周波発振

器、半導体を凌駕する感度をもつ検波器、単一の超常磁

性微粒子が作るダイポール磁場を検出できるような高感

度磁気センサーの実現を目指す。 

 今年度は、スピントルクダイオード出力の外部磁場角

度依存性や固定層磁化角度依存性を精査し、高出力化に

最適な条件の理論的な導出を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高周波、スピントロニクス、スピントル

クダイオード 

 

［研 究 題 目］高周波スピントロニクスの研究 

［研究代表者］鈴木 義茂（大阪大学） 

［研究担当者］久保田 均，福島 章雄、薬師寺 啓、

山口 明啓、野崎 隆行、甲野藤 真、

松本 利映、谷口 知大、今村 裕志 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

（常勤職員9名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、MgO トンネルバリアを有する強磁性ト

ンネル接合をベースとする、マイクロ波発振器および検

波器の基礎的なメカニズムの解明に関する研究を行って

いる。素子を応用する場合には、発振周波数の揺らぎを

低く抑制する必要があるが、その手法はまだ確立されて

いない。本研究では，スピンダイナミクスの観点から発

振周波数の揺らぎのメカニズムの解明に取り組んでいる。

H24年度は、発振波形を高速で取り込む手法を確立し、

解析により揺らぎには低周波の揺らぎと高周波の揺らぎ

があることがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピンダイナミクス 

 

［研 究 題 目］スピンエレクトロニクス材料の探索 

［研究代表者］野崎 隆行 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］野崎 隆行（常勤職員1名） 

[研 究 内 容］ 

 本プロジェクトでは、理論研究者と密に連携すること

により、電界による磁気異方性制御の物理起源解明と異

方性変化効率の増大を目指している。産総研グループは

理論予測の実証を目的とした実験を担当しており、特に

high-Ku 材料における電界効果の観測に取り組んでい

る。平成24年度は、強磁性金属／絶縁体積層の界面を原

子レベルで制御するために、原子相互積層により作製し

た［Fe/Pt］および［Fe/Pd］からなる磁性層と酸化マ

グネシウム（MgO）との積層構造を作製し、2原子層程

度の超薄膜領域において垂直磁化膜を得ることに成功し

た。この技術により、MgO と接する最表面元素の電界

効果に与える影響を調べることが可能となる。今後は電

界を印加可能な素子構造化を進め、電界効果の定量評価

を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］スピントロニクス、電界効果、垂直磁気

異方性 

 

［研 究 題 目］面内規則配列を有する自己組織化ナノ構

造薄膜の作成とスピンデバイスへの適用 

［研究代表者］今村 裕志 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］今村 裕志（常勤職員1名） 

[研 究 内 容] 

 膜厚1ナノメートル程度の極薄の酸化物層の面内に直

径1から2ナノメートルの金属導電チャネルを規則正しく

配列し、高スピン伝導非対称性を有する単原子積層

［Fe/Co]n エピタキシャル単結晶薄膜で挟み込むこと
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で、従来型の面直通電型巨大磁気抵抗素子の性能を凌駕

する高磁気抵抗比・低面抵抗の磁気抵抗素子の実現を目

指す。我々のチームではシミュレーション技術を駆使し、

目標とする100%の磁気抵抗比を実現するための物質パ

ラメータおよび素子形状の設計を行う。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ナノ構造、自己組織化、磁気抵抗素子 

 

［研 究 題 目］不揮発生トランジスタ開発のための半導

体へのスピン偏極電子注入 

［研究代表者］齋藤 秀和 

（ナノスピントロニクス研究センター） 

［研究担当者］齋藤 秀和（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子のスピン自由度を利用して不揮発的に情報を記憶

するトランジスタ（スピントランジスタ）は、その導入

によりあらゆる IT 機器の消費電力の劇的な削減につな

がるため、世界的に熾烈な開発競争の只中にある。スピ

ントランジスタを実現するためには、半導体中へのスピ

ン注入技術を確立する必要がある。スピン注入とは、強

磁性体からスピン偏極電子を半導体へ注入し、そのスピ

ン情報をトランジスタのベース層幅程度（数十～百 nm）

を伝搬させる技術である。 

 IV 属半導体である Ge は半導体技術の将来指針を与

える ITRS ロードマップでも次世代の MOS-FET のチ

ャネル材料の有力候補とされており、スピン注入技術の

確立が期待される。高効率のスピン注入のためには、高

品位の強磁性体/Ge 接合を可能とする材料・成長技術

が必要であると考えられるため、新規障壁層材料や強磁

性体を用いたトンネル接合技術を開発する必要がある。 

 本研究では将来の Ge 基不揮発性トランジスタの実現

のために必要である、Ge への高効率のスピン注入技術

のための高品位接合の開発を行う。本年度は、主に Ge
上に MnGe 強磁性化合物を用いた Ge 中へのスピン注

入を試みた。この物質は Ge 基板上のエピタキシャル膜

成長が容易であることが大きな特長であるが、これまで

スピン注入の報告例はなかった。我々の実験により、高

物質を用いて Ge 中へのスピン注入が可能であることが

分かった。この成果は、Ge を用いたスピントランジス

タの作製上極めて重要でありにするものであり、グリー

ン IT の発展へ大きく貢献できると期待される。さらに、

異方性トンネル磁気抵抗効果という現象を Si 基デバイ

スにおいて初めて観測する等、当初予想していなかった

成果を挙げることができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］スピントランジスタ、スピン注入、Mn

基強磁性化合物 

 

［研 究 題 目］ナノチューブ近赤外発光を利用した次世

代臨床検査システム 

［研究代表者］湯田坂 雅子 

（ナノチューブ応用研究センター） 

［研究担当者］湯田坂 雅子、岡崎 俊也、池原 譲、 

小倉 睦郎、飯泉 陽子、渡辺 玲子 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の血液検査で使われている光の波長は400-500 

nm である。この波長域では、血球などによる強い光吸

収と非特異的発光ノイズが、検出されるべき疾患バイオ

マーカーの蛍光検出を妨害し、疾患検出感度を下げる。

そこで、本研究では、血球などに対して透過性が高い近

赤外光を使い、臨床検査の高感度化を目指す。 

この目的に最適な素材は、唯一、単層カーボンナノチ

ューブ（CNT）である。よって、CNT に IgG 抗体をカ

ップリングさせ、プロテイン G 付き磁気ビーズを使っ

て、イムノアッセイ基礎実験を行い、成功した。これに

より、CNT が、近赤外イムノアッセイに適した蛍光ラ

ベルで、ナノモル程度抗原検出あるいはそれより高感度

の検出が可能であることを確認した。また、CNT 近赤

外イムノアッセイを実用化するために必須である小型簡

易近赤外光検出装置の開発にも成功した。 

今後は、CNT 近赤外イムノアッセイの実用化を目指

して、肝炎などの高感度診断を目的に研究を進める。  

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、近赤外発光、臨

床検査 

 

［研 究 題 目］アクチンフィラメントの B 端方向への

協同的構造変化とハイパーモバイル水の

機能解明 

［研究代表者］上田 太郎（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎、梅木 伸久 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目的１ 

 （ミオシン結合により誘起されるアクチンフィラメン

トの一方向的な構造変化の検出）：昨年度までに、アク

チンと S1のキメラタンパク質とピレン標識した正常ア

クチンのブロック共重合体を作製し、ATP を添加した

ときのピレン蛍光強度の変化をモニターすることで、キ

メラタンパク質に起きた構造変化が、P 端側に隣接する

アクチンに伝播することを見出していた。しかし蛍光強

度の変化幅が小さく、説得力に乏しいことが問題であっ

た。変化幅が小さいのは、大量に混入するピレン標識ア

クチンのホモフィラメントの蛍光が大きいためだと考え

られたので、今年度は、ピレン標識アクチンのホモフィ

ラメントの分離除去を試みたが、おもわしい成果が得ら

れなかった。そこで方針を大きく変更し、ミオシンの結

合しやすさを指標にアクチンフィラメントの一方向的な

構造変化を検出することとした。この場合は、電子顕微
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鏡または高速 AFM による検出となるので、ブロックコ

ポリマーを精製する必要はない点が有利である。電子顕

微鏡を用いた予備実験により、キメラタンパク質のホモ

ポリマーブロックの両側に正常アクチンを重合させたブ

ロックコポリマーがある程度生成され条件を確立した。 

目的２ 

 （キメラタンパク質と正常アクチンが互いに共重合し

にくい現象のメカニズム解明）：昨年度までは、

Alexa488と Alexa594という二つの蛍光色素で標識され

たキメラタンパク質と正常アクチンの共重合を蛍光顕微

鏡で観察し、二つの蛍光がフィラメント中で均一に混ざ

り合わないことから、キメラタンパク質内のアクチンは、

正常アクチンとは異なる構造をとるのだろうと推測して

いた。しかし今年度の研究により、Alexa594にはタン

パク質を凝集させる傾向があることが判明し、蛍光の不

均一性は Alexa594の人工産物である可能性が排除でき

なくなった。今後は別の蛍光色素を用いて実験する必要

がある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチンフィラメント、ミオシン、協同

的構造変化 

 

［研 究 題 目］アメーバ運動を統御するアクチン構造多

型マシナリー 

［研究代表者］上田 太郎（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎、長崎 晃、梅木 伸久、 

古谷 のぞみ（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の主たる目的は、アクチン結合ドメインとアク

チンフィラメントの結合が協同的か、また二つのアクチ

ン結合ドメインが排他的もしくは協調的にアクチンフィ

ラメントと結合するかを解明することである。手法とし

ては、蛍光顕微鏡による直接観察法と、アクチンフィラ

メントを超遠心し、共沈するアクチン結合ドメインの量

を定量する方法を想定しており、平成24年度は、それぞ

れについて必要な設備の整備および組換えタンパク質の

発現系の確立などを行った。 

 蛍光顕微鏡による観察については、高速高感度ビデオ

カメラを導入するとともに、フィルター系などを工夫し、

3色の蛍光色素を同時に観察できる全反射蛍光顕微鏡シ

ステムをほぼ完成させた。一方、すでに設置してある通

常型の蛍光顕微鏡を用いた予備的な観察も進め、F-ア
クチンへのコフィリンと HMM（ミオシン II の可溶性

断片）の相互排他的な協同的結合を進めた。従来、ウサ

ギ由来アクチン、ヒト由来コフィリン、細胞性粘菌由来

HMM を用いてきたが、生物種が異なることによるアー

ティファクトの可能性が懸念されたため、全てのタンパ

ク質を細胞性粘菌由来のもので統一し、HMM とコフィ

リンは相互排他的にアクチンフィラメントと協同的に結

合することを確認した。 

 上記と同じ三つのタンパク質の組み合わせについて、

超遠心共沈法による解析も進めた、コフィリン結合がミ

オシン II 結合を阻害し、コフィリン結合を促進するこ

と、ミオシン結合がコフィリン結合を阻害することを確

認した。 

 また、ミオシン II やコフィリン以外の多くの F アク

チン結合タンパク質（具体的には、αアクチニン、フィ

ラミン、ファッシン、フィンブリン、タリン A および

B、トロポミオシン、コロニン、コーテキシリン）のア

クチン結合ドメインと GFP との融合遺伝子を作成し、

一部については実際に細胞性粘菌細胞において発現を行

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチンフィラメント、アクチン結合タ

ンパク質、協同的構造変化 

 

［研 究 題 目］細胞内在化機能を有する抗体を利用した

安定かつ無毒性生体内イメージング技術 

［研究代表者］カウル スニル（バイオメディカル研究

部門） 

［研究担当者］カウル スニル、ワダワ レヌー 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、幹細胞、再生医療、診断の研究分野におい

て、広い応用性のあるイメージング技術を開発すること

を目的としている。当研究室で見出したモータリン抗体

は細胞内在化の性質を持つことから、in vitro、in vivo
を問わず、遺伝子導入やイメージング実験の強力なツー

ルとなることが予想される。しかし、モータリンを抗原

とする全ての抗体がこの性質を示すわけではなく、特異

性と抗体価が同じでも内在化しない抗体があるため、高

い細胞内在化機能を有するモータリン抗体の作製が必要

である。我々は新規に作製した細胞内在化抗モータリン

抗体のエピトープ解析を行った。大腸菌を用いて His
タグ付組換えモータリンの欠損変異体を作製し、新規抗

体を用いて ELISA 解析を行ったところ、246-330及び

375-415アミノ酸残基を含む2つの候補エピトープ領域を

同定した。さらに、これらの領域からペプチドを化学合

成し、最終的なエピトープを決定していく。また、候補

エピトープの1つに対する単鎖抗体を、大腸菌内で発現

する His タグ付き組換えタンパク質を作製することに

より得た。この単鎖抗体のモータリンタンパク質に対す

る反応性を、ウェスタンブロッティングにより調べたと

ころ、モータリンタンパク質に対し高い反応性を有した

が、細胞内在化能は優れていなかった。これらのデータ

から、ウサギあるいはマウスにおいて生成された従来型

の抗体が、より高い細胞内在化能を持つという結論に至

った。今後、細胞内在化のメカニズム解明により、従来

の単鎖抗体の細胞内在化におけるこのような差の原因を

明らかにしていく。 
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［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］モータリン、抗体、イメージング 

 

［研 究 題 目］FGF 受容体の変異による骨・軟骨形成

不全疾患発症メカニズムの分子レベルで

の解析 

［研究代表者］浅田 眞弘（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］浅田 眞弘、鈴木 理、今村 亨 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 繊維芽細胞増殖因子（FGF）は受容体（FGFR）と結

合することで様々な生理活性を発揮する。この際、ヘパ

ラン硫酸をはじめとするグリコサミノグリカン（GAG）

の共存が必須であると考えられている。近年、先天性奇

形である Apert 症候群に見られる FGFR2の点突然変異

によって、FGFR がヘパラン硫酸非依存的にリガンド

と結合する例が報告され、FGFR の突然変異による受

容体活性の亢進をヘパラン硫酸への依存性の消失で説明

できる可能性が考えられた。本研究では、他の類似の疾

患における FGFR の変異が三者（リガンド、受容体、

GAG）複合体の形成や細胞内でのシグナル伝達に及ぼ

す影響を解析し、FGFR の変異がもたらす疾患の発症

メカニズムを分子レベルで解明することを目的とした。 

 これまでに、複数の変異型の受容体遺伝子を構築し、

これらを組換え体可溶性蛋白質として調製した。これら

を用いて、in vitro のリガンド結合試験を行った結果、

野生型 FGFR2はヘパリン存在下でのみ FGF1と結合す

るのに対し、Apert 症候群の原因変異を導入した

FGFR2はヘパリン非存在下でも FGF1と結合した。一

方、Jackson-Weiss 症候群や Pfeiffer 症候群の原因変異

を持つ FGFR2は、野生型 FGFR2と同様、ヘパリン存

在下でのみ FGF1と結合することが判明した。 

 昨年度は、Apert 症候群の原因変異を導入した

FGFR2を発現する細胞株を構築し、その細胞増殖に与

える FGF と HP の効果を検証した。その結果、野生型

FGFR2c 導入細胞の増殖には FGF と HP の両者が必要

であったが、変異型 FGFR2c（S252W、P253R）導入

細胞は、FGF1のみで細胞増殖が惹起されることを観察

した。 

 今年度は、さらにこの現象を検証する目的で、細胞内

でのシグナル伝達を解析した。その結果、変異型

FGFR2c（S252W、P253R）導入細胞は、FGF1のみで

FGFR 下流のシグナルが活性化していることが判明し

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］繊維芽細胞増殖因子、Apert 症候群、先

天性奇形、グリコサミノグリカン 

 

［研 究 題 目］休止期の毛包に高発現する細胞増殖因子

は毛成長をどのように制御するか？ 

［研究代表者］今村 亨（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］今村 亨（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 研究実施者らは、マウスの休止期毛包において高発現

することを見出した細胞増殖因子 FGF18が、周期的な

毛成長の制御においてどのような役割を担っているかを

明らかにすることを目標として、本研究を行っている。

本研究では、①皮膚特異的に Fgf18遺伝子をノックアウ

トしたマウスを Cre-loxP 法により作成してその表現型

など生物現象を解析すること、②毛包構成細胞の増殖分

化と生体外（in vitro）毛包形成への FGF18の影響を解

析すること、③脱毛症と FGF18の関連を解析すること、

を研究計画としている。 

 本年度は、①において、平成23年度までに皮膚特異的

Fgf18遺伝子欠損マウスの作成と解析によって得られた、

「Fgf18はマウス背部毛包の休止期を維持する決定的に

重要な遺伝子である」という画期的な知見の深化を目的

として、遺伝子欠損マウスの作成過程の帰結で生じた遺

伝背景の複雑さを低減し、より詳細な解析の精密度を高

めるため、本遺伝子欠損マウスを純系マウスと交配する

こと（バッククロス）を進めた。その結果、遺伝背景の

個体差が減少した。これにより、個体差の少ない解析結

果が期待される。②において、マウス皮膚に由来する真

皮細胞と表皮細胞の混合培養により、生体外で毛包を形

成させる実験系を構築した。さらに、この系における

FGF18の与える影響を遺伝子発現レベルで網羅的に解

析した。その結果、毛包形成に関わる重要な遺伝子の発

現制御が示された。これらの結果は、FGF18が有する

毛包休止期を維持する活性を、生体外の複合細胞系でも

明確に示すものとして、大きな意義を持つ。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］繊維芽細胞増殖因子、毛成長周期、毛包

形態形成、組織幹細胞 

 

［研 究 題 目］張力によるアクチンの構造変化と、それ

に依存したミオシンの結合増加及び局在

制御 

［研究代表者］上田 太郎（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］上田 太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、張力によるアクチンフィラメントの構造変

化を解明し、さらにそうした構造変化によるミオシン結

合量の増加ならびに細胞内局在変化するかを検証するた

めに、大別して三つのサブテーマに分かれた実験を行い、

最終的にそれらの結果を総合的に解釈してメカノセンサ

ーとしてのアクチンフィラメントの機能とそれによるミ

オシン機能の制御システムの理解を目指す。それぞれの

サブテーマの目標と昨年度の進捗は以下の通りである。 

１．目標： 

 in vitro でアクチンフィラメントに張力を負荷し、
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それによってミオシンモータードメインの結合量が増

えることを実証するとともに、構造変化を引き起こす

のに必要な力を見積もる。 

 進捗：力を負荷するための伸縮性基板上でアクチン

フィラメントを共焦点蛍光観察できる目処が立った。 

２．目標： 

 張力負荷時にアクチンフィラメントにどのような構

造変化が起きるかを予測し、それを検出できるような

蛍光プローブを開発して、in vitro および in vivo で

プローブの蛍光変化を検出する。 

 進捗：MD シミュレーションにより、力負荷により

構造変化するアクチン内の残基を予想することができ

たので、それに基づいて、蛍光プローブアクチンの設

計に着手した。また蛍光プローブアクチンを発現する

ための発現系の整備を行った。 

３．目標： 

 細胞内のアクチンフィラメントにどの程度の張力が

かかっているかを見積もり、in vitro で構造変化を起

こすのに必要と見積もられた力と比較する。 

 進捗：細胞底面にかかる牽引力を測定するための微

小ピラー列を作製し、培養のための条件検討を始めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］アクチンフィラメント、メカノセンシン

グ、協同的構造変化 

 

［研 究 題 目］tRNA 揺らぎ塩基のカルボキシメチルア

ミノメチル化反応機構の構造機能解析 

［研究代表者］大澤 拓生（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大澤 拓生、沼田 倫征 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 RNA の切断・修飾に関わる2種の酵素遺伝子を pET
ベクターに導入して、大腸菌内で共発現させた。

HiTrapHeparin による群特異的アフィニティクロマト

グラフィーおよび ResourceQ による陰イオン交換クロ

マトグラフィーによって精製した。2種のタンパク質は

精製過程で常に複合体を形成していた。精製サンプルは

限外濾過器によって10mg/ml 以上に濃縮し、ヌクレオ

チド存在下で結晶化スクリーニングに用いた。結晶が得

られた条件を最適化することで、回折実験に適したサイ

ズにまで成長させた。大型放射光施設 Photon factory
において、回折実験を行い分解能2.5Åのデータを得た。

回折データの指数付け、積分を HKL2000によって行い、

MolRep を用いた分子置換法によって位相を決定した。

位相決定により得られた電子密度に対して Coot を用い

てモデルを構築し、CNS によってモデルを精密化した。

2種のタンパク質からなる複合体は結合面近傍に形成さ

れるクレバスを有していた。この部分には正電荷が広く

分布しており、RNA が結合することが推測された。ク

レバスの底に相当する部分に2分子のヌクレオチドが結

合していた。2つのヌクレオチド結合部位は非常に近い

ことから、ヌクレオチドの結合様式の一部が実際の

RNA の一部の結合様式を模倣している可能性が示唆さ

れた。複合体を形成する2つのタンパク質の内の1つは、

他の RNA 結合タンパク質と3次構造上の相同性を有し

ており、他のタンパク質において RNA が結合している

領域に相当する部分がクレバスの形成に関与していた。

この結果は複合体において形成されているクレバスが

RNA を結合する可能性を支持している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、核酸、酵素、RNA、結晶 

構造解析 

 

［研 究 題 目］高分解能3次元組成分析システムの開発

と生物試料の解析 

［研究代表者］小椋 俊彦（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］小椋 俊彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究では、大気圧下や水溶液中の生物サンプル及び

有機材料を高分解能で観察するための、電界放射型走査

電子顕微鏡を用いた新規の顕微鏡システムの開発を行う。

このシステムでは、従来の装置では困難であった、1回

の撮像によるサンプルの3次元構造と組成情報を同時に

解析することを目標とする。 

研究計画： 

 本年度は、まず分光型リニアアレイ軟 X 線検出シス

テムの開発を行う。これまで使用していたリニアアレイ

検出素子は、X 線フォトダイオード（PD）のため、X
線の強度情報のみを計測していた。これに対して今回は、

Si-PIN ダイオードやシリコンドリフトデテクターを使

用することで、X 線のエネルギーを測定可能とする。さ

らに、それぞれの素子の視野角に依存した傾斜画像から、

3次元構造を高精度に求める新規のアルゴリズムを開発

する。また、透過性の高い2次電子の撮像に関する開発

も進める。 

年度進捗状況： 

 本年度は、X 線のエネルギー分光分析が可能なシリコ

ンドリフト検出器を熱電子銃型走査電子顕微鏡内に導入

するための回路部や制御機構、さらに検出信号の解析ア

ルゴリズムの開発を行った。この検出システムを実際の

走査電顕内部に取り付け、X 線エネルギー組成分布の計

測システムを構築した。3次元の再構築アルゴリズムで

は、シミュレーティッドアニーリングアルゴリズムを応

用することで極めて高精度な再構成を可能とした。さら

に、生物試料を観察するための特殊な試料ホルダの開発

も平行して行い、大気圧状態や水溶液中の生物試料を X
線や電子線により観察可能とした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電子顕微鏡、画像情報処理、非染色生物
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試料、3次元構造解析 

 

［研 究 題 目］蜘蛛類毒腺の生理活性ペプチドの探索・

解析および新規ペプチド創製の試み 

［研究代表者］木村 忠史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］木村 忠史、久保 泰（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 毒産生生物の毒液には様々な生理活性ペプチドが含ま

れている。我々はこれまでに南米産タランチュラ毒腺か

ら30個以上の新規生理活性ペプチドを発見している。本

研究の目的は、更に多くの新規生理活性ペプチドを発見

し、様々な細胞・脳神経機能研究などに適用できるペプ

チドライブラリーや低分子ケミカルライブラリーの基盤

となることである。 

研究計画： 

 H24年度までに研究を進めてきたクモ毒腺のトランス

クリトーム解析を補完するタランチュラゲノムの de 
novo 解析を行う。 

年度進捗状況 

 本研究に使用しているローズヘアータランチュラのゲ

ノムを抽出し、次世代シーケンサーによるゲノム配列の

de novo 解析を進め、約39億塩基のデータを得た。先行

してマニュアルでゲノム解析をしたデータでは、ICK
モチーフ毒である Hanatoxin と VSTx1のゲノム配列を

得ており、同じ ICK モチーフ毒であるものの

Hanatoxin は3つのエクソン、VSTx1は2つのエクソン

からなることを明らかにしている。今後もゲノム配列の

de novo 解析を推進する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タランチュラ、毒腺、cDNA ライブラ 

リー、トランスクリプトーム、生理活性

ペプチド、ゲノム解析 

 

［研 究 題 目］エストロゲン様化学物質影響評価のため

の細胞内新規シグナル伝達経路の解明 

［研究代表者］木山 亮一（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］木山 亮一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 エストロゲンは、女性ホルモンとして、妊娠などの生

理現象や性行動などに関わっているだけでなく、発生に

おいて脳の性分化にも大きく関与している。エストロゲ

ンはステロイドの一種であり膜を透過することが可能な

ために細胞核内に受容体がありそれを通じて転写反応を

制御するゲノミック経路が存在するが、近年、膜受容体

を介した細胞内シグナル伝達経路の重要性が分かってき

た。我々は、本課題において、エストロゲン刺激に伴っ

て細胞内で進むゲノミック経路とは異なる新たなシグナ

ル伝達について、small G-protein の関与を明らかにす

るとともに、それらが関わる生理機能や性分化などを指

標にして新規カスケードを明らかにすることを目標にす

る。さらに、エストロゲン製剤や機能性食品などへの応

用の可能性も検討する。本年度は、(1)エストロゲン様

化学物質による遺伝子発現プロファイル解析により新し

いエストロゲンシグナルカスケードの存在を明らかにし

て報告を行った。また、(2)新規シグナル伝達カスケー

ドに関する検証を行い、細胞運動に関わる Rac などの

small G-protein の関与を明らかにした。また、共同研

究により、(3)ラット脳の分化におけるエストロゲン応

答細胞運動関連シグナルカスケードの解析を進めて、ア

クチン重合反応を制御する cofilin の関与を明らかにし

た。今後は、(4)天然物由来化合物を用いた検証により、

(1)～(3)で得られた基本的なシグナルカスケードに関す

る情報をさらに複数の刺激が同時に起る場合に対して応

用が可能かどうかを検証することでエストロゲン製剤や

機能性食品などへの応用の可能性を検討する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］エストロゲン、シグナル伝達、脳神経系、

遺伝子発現プロファイリング、遺伝子機

能 

 

［研 究 題 目］シグナル制御複合体の構造と細胞内局在

の電子顕微鏡解析 

［研究代表者］佐藤 主税（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 主税、三尾 和弘、川田 正晃 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 細胞におけるシグナル伝達と制御の主役を担うのはタ

ンパク質複合体である。本研究では複合体構造を、精製

タンパク質の透過電子顕微鏡（TEM）画像から情報学

的再構成により立体構造を導き出す単粒子解析法と、細

胞を水溶液中で固定・ラベルするだけで複合体の局在を

高分解能で決定する大気圧走査電子顕微鏡（ASEM）

を組み合わせて解析し、その機能を明らかにする。  

研究計画： 

 単粒子解析の画像解析プログラムの精度を向上させ、

不安定な複合体で完全会合体の割合がある程度低くとも、

その構造が解明できる方法へと改良する。 

 シグナル制御を行うタンパク質複合体の機能を理解す

るためには、大気圧電子顕微鏡 ASEM によって細胞内

での局在と離合集散とを高分解能で観察することが必要

である。タンパク質3次元微小結晶を ASEM を用いて

高分解能で観察することで、微小3次元結晶染色法を開

発し、シグナル制御複合体のより良い3次元結晶化条件

を ASEM を用いて探す。 

年度進捗状況： 

 単粒子解析の画像解析プログラムの精度を向上させ、

完全会合体の割合が低い不安定なチャネル複合体でも、

解析できる方法を開発した。この方法を用いて、実際に
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動的な複合体である microtubule を解析した。シグナ

ル制御を行う複合体の多くは、動的に離合集散を繰り返

し、細胞内での配置を換えながら機能する。これらの局

在を観察するために、新たに開発した大気圧走査電子顕

微鏡（ASEM）を用いた水中免疫電顕法の開発に成功

した。離合集散を繰り返す複合体である細胞骨格の

microtubule・F-actin が初代培養神経細胞がシナプス

形成するときに起こす変化を水中免疫電顕撮影に成功し

た。マイコプラズマの免疫電顕高分解能撮影に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シグナル伝達、分子複合体、電子顕微鏡、

タンパク質構造、イオンチャネル 

 

［研 究 題 目］3次元ナノ相分離膜構造と高感度分子認

識能の動的解析 

［研究代表者］佐藤 縁（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］佐藤 縁、吉岡 恭子、田中 睦生、 

中田 知里（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、特異性は高いが相互作用が弱く、現行で

は抗原抗体反応のように利用することが難しかった糖鎖

-タンパク質（レクチン）の相互作用検出をモデルとし

て取り上げ、基板上に精緻に構築された分子認識界面を

構築することで、弱い相互作用でも抗原抗体反応のよう

に取り扱いができることを実証すべく検討を行ってきた。

基板表面で弱い相互作用を検出する際には、認識薄膜の

設計と構造が極めて重要であるが、ナノ相分離薄膜を作

製することで、解離定数が大幅に小さくでき、抗体での

認識に近い値で検出が可能となったこと、ノイズ応答を

下げるために新規に非特異吸着抑制のための小さな分子

（TEGCnSH）をスペーサー分子として用いレクチン認

識量が増大したことなどを昨年度までに確認できたが、

今年度はそれらの応答について、表面プラズモン共鳴測

定法だけでなく、水晶振動子マイクロバランス法を組み

合わせて、効果を実証した。外部から電位などの刺激を

あたえることで、膜の柔軟性が変化し、レクチンの高感

度検出につながる可能性についても昨年度に引き続き検

討したところ、電位効果により、共吸着させた電気化学

活性基を有する分子の構造が変化し、膜全体の構造変化

をもたらし、レクチン認識ポイントをより検出しやすい

状態になることで、結果として従来よりもさらに1桁以

上の高感度検出ができることを確認した。また、糖鎖修

飾金微粒子を用い、疾病マーカーの候補分子であるガレ

クチンの種類区別検出にも取り組んだ。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ソフト界面、自己組織化膜、分子認識、

レクチン、糖、非特異吸着抑制、金、表

面プラズモン共鳴、電気化学  

 

 

［研 究 題 目］人工細胞膜を目指した安定なナノ構造分

子膜構築に関する研究 

［研究代表者］澤口 隆博（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］澤口 隆博、田中 睦生（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、表面修飾材料として新規に開発したホスホ

リルコリン系膜分子を電極基板上に単分子膜形成させ、

膜タンパク等の生体分子を捕捉し安定に機能発現しうる、

生体膜類似のナノ構造分子膜の構築を目的としている。

チオール基等を介した結合形成により膜構造の安定化を

図り、膜の集積状態や膜を介した物質移動等、膜の基本

特性評価と膜構造の分子レベル解析により、膜タンパク

を非変性的かつ安定に補足しうるナノ構造分子膜の詳細

を検討した。 

 一連の新規ホスホリルコリン系分子によるナノ構造分

子膜を原子的に平滑な Au 単結晶電極（Au(111)）上に

構築し、膜の基本構造、すなわち、膜の密度、分子配列

や配向等の評価を行った。その結果、ホスホリルコリン

部位がアルキル鎖に比べてかなりかさ高いこと、そのた

めホスホリルコリン系分子はダブルストライプ状の配列

構造である可能性が高いこと、その表面濃度は約5× 

10-10mol/cm2程度あること等が判明し、ホスホリルコリ

ン系分子によるナノ構造分子膜の基本構造が明らかにな

った。一方、膜タンパクのナノ構造分子膜内への導入時

に用いる膜タンパク補足固定用リンカー分子についても

検討を行い、Au 単結晶電極表面でのリンカー分子の固

定化状態は極めて緻密あること、ホスホリルコリン系分

子との混合分散では均一なナノ構造分子膜を形成するこ

と、リンカー分子が約10%以下ではナノ構造分子膜の基

本的な膜特性を損なわないこと等が分かった。また、膜

タンパクとしてユビキノンを用いた検討では所定の条件

で比較的再現性良く膜内への導入が可能であり、膜タン

パクの非変性導入におけるいくつかの重要な技術要素が

明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］構造・機能材料、機能性薄膜、走査プロ

ーブ顕微鏡、自己組織化、表面・界面物

性 

 

［研 究 題 目］環境浄化に関わる未培養微生物を生きた

まま選択的に回収する技術の創成 

［研究代表者］関口 勇地（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］関口 勇地（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、難培養微生物群の培養を可能にするための 

新規技術を創成し、その開発技術を環境工学分野で活用

されている難培養微生物群に適用することにより、その

機能を解明することを目的とした。具体的には、16S 
rRNA を標的とした Fluorescence in situ hybridization 
法（FISH 法）とコンビナトリアル・バイオエンジニア
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リング技術を組み合わせ、特定の微生物群のみを「生き

たまま」選択的に回収する新規技術の開発を行うことを

目的とした。平成24年度は、平成23年度まで開発、改良

した微生物回収技術を利用し、平成23年度に引き続きメ

タン回収型廃水処理プロセスに存在する未培養微生物群

を標的とした選択的回収システムを構築することを試み

た。具体的には、嫌気性廃水処理汚泥への分子系統学的

解析からその存在が予見されている、系統学的に新規で

処理プロセスにおいて重要な未培養系統群に対して本手

法を適用し、それぞれに特異的なペプチドの選定後、ペ

プチドリガンドを利用した各微生物細胞の高濃度、高純

度取得の試みを実施した。また、その過程で得られた新

規微生物については、その生理学的、遺伝学的特徴を調

査し、新種記載を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］未利用生物資源、未培養微生物、コンビ

ナトリアルバイオエンジニアリング 

 

［研 究 題 目］廃用性筋萎縮の新たなメカニズムの解

明：体内時計の乱れは筋肉をも壊してし

まうのか？ 

［研究代表者］中尾 玲子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］中尾 玲子、宮崎 歴、大石 勝隆 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 筋肉は、身体活動量の減少に伴って萎縮し、その機能

が著しく低下する（廃用性筋萎縮）。これは活動量の減

少を引き起こし、さらに筋量が減少する負の循環が起こ

る。高齢者における廃用性筋萎縮の予防や治療を目指し

た研究は数多く行われているが、筋代謝の分子メカニズ

ムの全貌は明らかにされていない。 

我々の体内時計のリズムを生み出すのは、脳の視交差

上核にある中枢時計遺伝子と、末梢組織の時計遺伝子で

ある。近年、時計遺伝子欠損マウスはサルコペニア様の

症状（加齢による筋肉減少）を示すことなど、時計遺伝

子が筋肉の機能維持に関与する可能性があると報告され

ている。そこで本研究では、遺伝的（先天的）、後天的

な体内時計の乱れが筋萎縮を悪化させる要因となり得る

かを評価し、体内時計と筋萎縮の関連を分子レベルで明

らかにすること目的とした。平成24年度は、筋特異的時

計遺伝子欠損マウスと野生型マウスに坐骨神経切除によ

る筋萎縮を誘導し、萎縮筋の状態を時間軸を含めて評価

するためマウスを昼夜に解剖し、下肢の筋肉を摘出した。

現在、筋蛋白質合成・分解に関与する分子の発現量を解

析し、それぞれのマウスの筋肉の萎縮度の評価を行って

いる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋萎縮、体内時計、時計遺伝子 

 

 

［研 究 題 目］オンチップスクリーニングと1細胞時系

列イメージングによる細胞運動因子のキ

ノーム解析 

［研究代表者］長崎 玲子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］長崎 玲子、藤田 聡史、長崎 晃 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞運動は、器官形成などにおいて重要な役割を担う

だけでなく、がん細胞の浸潤にも関与している。しかし

細胞運動の制御過程は複雑であり、未だ断片的な知識し

か得られていない。そこで本研究では、独自技術である

細胞運動評価チップを用いて細胞運動調節因子を全キナ

ーゼ及び関連因子群からスクリーニングする。さらに細

胞外マトリックス依存的に発現誘導を受ける遺伝子の情

報と上述の結果の統合することで、転写レベルの ECM
依存的発現誘導から、がんの悪性度を左右する細胞運動

調節キナーゼの活性化に至る一連の作用機序について理

解を深める。 

本年度では実験条件の最適化が容易に可能となり、安

定的に細胞運動を再現する環境が整ったため、一次スク

リーニングで絞り込まれた遺伝子を再評価した。昨年度

の結果に対して24遺伝子が残り、新たに6遺伝子が同定

された。新規同定6遺伝子に対する siRNA の抑制効果

を確認したところ、5遺伝子で抑制効果が確認できた。

新規同定6遺伝子は該当しなかったが、24遺伝子のうち3

遺伝子が昨年度報告したように細胞外マトリックス依存

的に発現誘導を受ける遺伝子と重複した。さらに、L2b
細胞と L2b の亜種でありコラーゲン依存的な細胞運動

が遅い T1細胞との間で上記遺伝子の発現量を比較した

ところ、L2b 細胞での発現が上記とは別の3遺伝子につ

いて高くなった。また、新規同定6遺伝子の細胞内局在

も検討したところ、細胞膜、小胞体、移行型小胞体、細

胞質に局在した。 

さらにタンパク間相互作用のデータベースを用いて30

遺伝子について最短経路を描画した結果、EGFR を中

心としたパスウェイが浮かび上がった。すなわち

EGFR を抑制することですべての細胞運動のシグナル

を停止させることが可能であると思われる。以上のこと

から、我々のスクリーニング手法で浮かび上がってきた

遺伝子群は局在・機能も多様であったが、パスウェイ解

析の結果最上流に EGFR があることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞運動、トランスフェクションマイク

ロアレイ、時系列解析、がん細胞 

 

［研 究 題 目］酵母を用いたヒト上皮増殖因子受容体の

機能解析 

［研究代表者］福田 展雄（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］福田 展雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 ヒト遺伝子産物に対する創薬シード化合物の開発を行

うためには、モデルとなる生物の表現型を活用したスク

リーニング系の構築が重要である。出芽酵母は高等動物

細胞のモデルとして有用であり、遺伝子操作が容易で寒

天培地・液体培地などで簡便に培養できることから、遺

伝子の機能解析のみならず新たな細胞機能の制御物質探

索系としても非常に優れている。ヒト細胞において、増

殖や分化など重要な機能を制御している受容体の異常は、

癌の発生要因となることが知られているため、当受容体

を標的とした抗癌剤を開発することが強く望まれている。

そこで酵母のシグナル伝達機構を出力系として利用した、

受容体機能の評価技術を確立することとした。平成24年

度は遺伝子組換え技術を用いて、酵母のシグナル伝達の

可視化を行った。緑色蛍光タンパク質 GFP をコードす

る遺伝子配列を酵母の染色体に導入することで、シグナ

ル伝達経路が活性化された酵母細胞を、蛍光強度を指標

として識別することが可能となった。しかしながら酵母

細胞の自家蛍光を考慮すると、ヒト上皮増殖因子受容体

の機能評価を実施するためには、より高いシグナル強度

を得ることが望ましいと想像される。そこで酵母の培養

条件を最適化することで、GFP レポーターの発現量を

増大させることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］酵母、ヒト受容体、シグナル伝達 

 

［研 究 題 目］遺伝子導入セルチップの高機能化を実現

するソフト界面の構築 

［研究代表者］藤田 聡史（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］藤田 聡史（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

目標と研究計画： 

 本研究課題では、「固相リバーストランスフェクショ

ン（固相界面から細胞への遺伝子導入 ;Reverse 
Transfection: RTF）」のメカニズムを明らかにし、これ

に基づいた「高性能ソフト界面」を作製し、固相から

様々な細胞株への遺伝子導入を可能にする高機能化セル

チップを開発する。 

年度進捗状況： 

 平成24年度は、前年度までの成果に基づき、次に示す

研究成果を達成した。 

① 固相リバーストランスフェクション（RTF）の効

率を上げるソフト界面の作製 

 様々な RTF を上昇させる物質を検討し、適切な

ECM の種類と濃度、細胞適合性、カチオン性ポリマ

ーを選定した。ポリエチレングリコール表面への

ECM の重層法を確立し、マイクロスポット上の細胞

移動を防ぐ表面作製法を確立した。 

② 様々な細胞への RTF を可能にするソフト界面の作

製 

 異なる特徴を持つ細胞種に対して、RTF を試みた。

それぞれの細胞における適切な ECM の種類と濃度を

検討した。以上の RTF 用表面作製法の特許を取得し

た（特開2012-187072）。 

③ 本チップの高集積化と高機能化と応用 

 以上の結果に基づき、スポット径が100µm 以下の

「世界最高密度の TCM 基板」を開発に成功した

（（Fujita, S., et al. 2013, Lab Chip, 13, 77.）。さ

らに、本技術を応用した「長期継続遺伝子導入セルチ

ップ」、「マイクロ流路型セルチップ（Enomoto, J., 
Proceeding of µTAS 2012, Enomoto, J., et al., 
2013, Lab Chip, Submitted）」、「細胞運動評価セル

チップ」、「中空糸セルチップ（特願2013-050718）」な

どの開発をすすめ、その一部はすでに成果として公表

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マイクロアレイ、表面界面物性、マイク

ロナノデバイス、ナノバイオ 

 

［研 究 題 目］進化分子工学を利用した蛍光性 RNA の

獲得 

［研究代表者］加藤 義雄（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 義雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生きた細胞内で目的の分子だけを観測する手法は、現

代の分子生物学において欠かせない技術となっている。

タンパク質に関しては GFP を用いた技法が発展してき

たものの、遺伝子の直接産物である RNA の検出に関し

ては、外部から加えられた蛍光分子を結合させる方法し

か存在しなかった。しかしながら、蛍光分子を結合させ

ることによって RNA の性質が変化してしまうという懸

念もあり、自発的に蛍光を発する RNA 分子の開発が望

まれていた。そこで本研究では、ランダム配列を有する

RNA ライブラリーを大腸菌内で発現させ、蛍光性の大

腸菌を取得することによって、生体内で自発的に蛍光を

発する新規 RNA 配列を獲得することを目指している。

初めに、細胞内で RNA を発現させる系として pET シ

ステムをベースに種々の検討を行ったが、RNA の発現

量は少なかった。そこで、lpp プロモーターおよび構造

足場として tRNA を用いることとしたところ、特に

tRNA（Lys）において大量に RNA を発現させられる

事が分かった。大腸菌の5S rRNA よりも多く、1細胞あ

たり10000分子以上の RNA 発現が見られており、今後

はこの系を使ったライブラリーの構築を行う。さらに、

蛍光性の RNA として機能が発揮されるためには、エネ

ルギー的に比較的安定な構造を取る必要があるものと考

えられる。そこで、完全にランダムな配列を出発点とし

て進化分子工学を行うのではなく、ある程度の安定性を

有する構造を出発点として、ライブラリーを作製して進

化分子工学を行い、蛍光性 RNA の獲得を目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
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［キーワード］進化分子工学、分子イメージング、 

RNA 

 

［研 究 題 目］生物希少資源が不要な酵素増幅型エンド

トキシン検出法の開発 

［研究代表者］加藤 大（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］加藤 大、小田 侑、田中 睦生、 

丹羽 修（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来、高価な試薬を必要とするエンドトキシン（ET）
の計測を、ET 認識分子を修飾したナノカーボン電極と、

第二の ET 認識基と電気化学活性基からなる ET 認識メ

ディエータを利用することで、安価にかつ高感度に ET
を電気化学検出する方法を開発した。具体的に、下記項

目を検討した。 

１．電気化学 ET 測定系の構築：ET の認識・濃縮を行

う反応場をナノカーボン電極上に構築するため、①牛

血清アルブミンと認識分子を混合架橋した膜を電極上

に成膜する物理的固定、および②ナノカーボン表面と

認識分子を直接架橋可能な二官能性リンカーによる化

学的固定を検討した。また、ET 認識メディエータと

して、ET 認識分子であるポリミキシン B（PMB）に、

①酵素 ALP を標識した ALP-PMB、②フェロセン

（Fc）を標識した FcPMB の二種類を開発した。得

られた修飾ナノカーボン電極・PMB 標識メディエー

タの組合せから成る測定系において、メディエータの

Fc、並びに ALP の酵素反応生成物である PAP の酸

化電流が電極表面に吸着した ET 濃度に比例すること、

かつ還元剤（鉄(II)イオン）を添加すると酸化された

Fc、PAP が還元され、得られた信号がリサイクリン

グ効果によって増幅することを確認した。その結果、

ET 検出感度2ng/mL を達成した。 

２．測定系のフローシステム化：マイクロ流路と電気化

学測定を組合せた微小流路システムを開発した。シリ

コン基板上にパタンスパッタしたナノカーボン電極と

ポリジメチルシロキサンからなる流路を貼合せること

で、マイクロ流路を形成した。十分な送液と電気化学

測定が可能となる様、流路デザインを検討した結果、

流路幅1.2mm、高さ40µm のマイクロ流路において、

ET 測定で用いる上記 PAP を感度良く測定できるこ

とを見出した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノカーボン、エンドトキシン、電流増

幅、マイクロ流路 

 

［研 究 題 目］快・不快情動が操る嗅覚表象の単離脳イ

メージング：行動解析との融合的アプロ

ーチ 

［研究代表者］梶原 利一（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］梶原 利一、高島 一郎（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、“こころの動き”が、知覚感受性や記憶

の程度に影響を与える脳内メカニズムを明らかにする事

を目的とした。具体的には、報酬や罰を伴う嗅覚学習行

動が、辺縁系皮質の神経ネットワークの、どの部位に、

どのような機能変化を生じさせるのか、その機能変化は

海馬や扁桃体の情報伝達パターンにどのような影響を及

ぼすのかという問題を明らかにする為に①条件付け学習

モデル動物の単離脳を用いた ex vivo 脳機能解析システ

ムを新たに構築し、これにより②情動や報酬予測行動を

支える嗅覚神経回路の探索と動作機構の解析を行うこと

を、目指した。平成24年度は、①の課題については、行

動実験システムの構築に取りかかった。嗅覚学習モデル

動物作製にむけて、モルモット用のオペラントチャンバ

ーを試作した。②の課題については、情動を司る扁桃体

が海馬周辺皮質への信号伝達へ及ぼす影響についての神

経回路機構を明らかにする目的で、脳スライスの膜電位

イメージング解析を行った。嗅内皮質を中心とした皮質

―海馬および扁桃体間神経連絡を保持した脳スライスを

用いて繰り返し入力に対する応答変化パターンを、膜電

位イメージング法により解析した。その結果、40Hz で

嗅周囲皮質36野を刺激すると、35野に持続性の神経興奮

現象が認められた。持続性の神経興奮現象は、35野にお

いて扁桃体からの入力により制御を受ける可能性が過去

の研究から示唆されているが、その神経機構の詳細は謎

に包まれている。我々は、35野の神経活動伝播制御機構

に緩やかに不活性化するカリウム電流が関与するという

仮説を立て、その検証を開始した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳、記憶、嗅覚 

 

［研 究 題 目］ストレス性睡眠障害モデルを用いた不眠

症改善物質スクリーニング系開発とその

応用 

［研究代表者］宮崎 歴（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］宮崎 歴、大石 勝隆 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 マウスの水に対する嫌悪感を利用し、回転輪上で飼育

するという新しいストレス負荷方法（PAWW ストレス）

をマウスに与える事で日内行動リズム、睡眠リズムおよ

び体温リズムなどが乱れる事を昨年度に見いだしていた。

今年度はさらに補足的データとして、血液中カテコール

アミン（ノルアドレナリン、アドレナリン）の上昇を確

認し、PAWW ストレス下のマウスでは交感神経系の優

位が起きていると考えられた。これらの研究結果より、

PAWW ストレスにより睡眠障害モデルマウスを作成で

きると判断した。次に、この睡眠障害モデルマウスに睡

眠改善薬の効用が認められるかを検討した。照明点灯後

に活動が活発に認められる睡眠障害モデルマウスに睡眠



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(745) 

障害改善薬として利用されているエチゾラムを照明点灯

時に投与する事により、マウスの過活動な行動を鎮静化

することはできた。しかしながら、本モデルマウスで認

められる活動期での活動量低下（覚醒不良）を改善する

事は出来ず、これまでのヒトの睡眠薬治療でみられるよ

うな副反応に似た傾向が認められた。これらの成果の口

頭発表及び論文発表をした。 

 これまでのストレス負荷をより効率的に行い睡眠障害

モデルマウスを作成するために、PAWW ストレス専用

の飼育ケージの開発も行った。回転輪にマウスをとじこ

めて飼育し、回転輪からの摂餌／飲水を可能なケージで、

省スペース化も実現した。このケージを特許として出願

した。 

 PAWW ストレスからマウスを解放すると、睡眠障害

パターンは徐々に改善される。しかし、活動期の活動量

の回復には1週間以上を要した。このことは PAWW ス

トレスにより睡眠障害モデルマウスにうつ傾向を発症す

る可能性を示唆した。そこで、本睡眠障害モデルマウス

においてうつテストを行った。ショ糖に対する嗜好性を

利用したうつテストでは、睡眠障害モデルマウスにおい

てうつ傾向が認められた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］サーカディアンリズム、ストレス、睡眠

障害、モデル動物 

 

［研 究 題 目］新規発光・蛍光技術ソースの探索を目指

した発光生物調査 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、三谷 恭雄、二橋 亮 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新規発光・蛍光技術の確立、新規の生物発光・蛍光技

術を創出するソース探索のため、世界各地の発光生物及

びその共生微生物群の現地調査を実施する。本研究にお

いて採取されたサンプルは、現地協力者の実験室にて遺

伝子を抽出、或いは低分子化合物も抽出し、協力者の許

諾のもと一部は現地の研究者に、一部は産総研に持ち帰

り、知財確保、論文作成を目指す。本年度は、気候変動

や現地協力者の状況に応じて3カ国（中国、ベルギー、

ブラジル）を中心に現地調査、研究打合せを行った。具

体的には、① 平成24年6月下旬、研究代表者近江谷、共

同研究者二橋、及び研究協力者大場は中国での研究協力

者の中国科学院昆明動物研究所の Andy Liang 教授とと

もに同教授が発見した星虫の野外調査を実施した。しか

しながら、季節的な端境期のため、ホタルは採取された

が星虫の採取には至らなかった。② 平成24年8月上旬、

共同研究者三谷はベルギーのルーベン大学 Jerome 
Mallefet 教授の実験室を訪問、発光クモヒトデの遺伝

子の抽出作業を行い、同時にライブラリーの作成を行っ

た。現在、ルシフェラーゼ遺伝子のクローニングを行っ

ている。③ 平成25年3月に研究代表者近江谷、共同研究

者三谷はブラジルサンパウロ、国立サンカルロス大学

Viviani 教授を訪問、共同研究契約のもとサンパウロ周

辺の発光生物を調査した。各種発光甲虫を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］発光生物、ルシフェリン、ルシフェラー

ゼ、遺伝子資源 

 

［研 究 題 目］ルシフェリン合成系を導入した完全人工

発光植物の創製 

［研究代表者］近江谷 克裕（バイオメディカル研究部

門） 

［研究担当者］近江谷 克裕、光田 展隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 生命科学では基礎・応用研究の幅広い分野においてル

シフェラーゼ遺伝子を人為的に導入した光る生物群が作

られ、多くの生命現象の解明に貢献すると共に、創薬や

生命科学研究等に活用されている。しかしながら、人為

的に作製した光る生物群は、全て発光反応の基質である

ルシフェリンを外から加える必要があり、自己システム

で完全に光る生物は作られていない。特に植物では最も

早期に発光植物が開発され、観賞用発光植物が期待され

ていたのにも関わらず、その後の進展はない。そこでこ

れまでに解明されたホタルルシフェリンの生合成経路の

キ－酵素群を遺伝子導入した人工植物を作出し、人工完

全発光生物の創製を目標とした。昨年度までに甲虫ルシ

フェラーゼ遺伝子を個々に導入したシロイナズナ植物を

作出、活性型 D 体ルシフェリン溶液による発光を確認

し、基盤となる発光植物を樹立することができた。今年

度は L 体ルシフェリンを D 体へと変換するエステラー

ゼ酵素をクローニングしシロイナズナ植物に遺伝子導入

した。従来、動物細胞では L 体ルシフェリンにエステ

ラーゼ酵素を加えることで発光活性が増加する点は明ら

かであった。しかしながらエステラーゼ酵素を発現する

甲虫ルシフェラーゼ遺伝子導入シロイナズナ植物では発

光の増加が認められなかった。植物細胞ではエステラー

ゼ酵素が発光阻害する可能性が高く、別のストラテジー

を立てる必要がある点が明らかになった。一方、ウミホ

タルルシフェラーゼ遺伝子を導入したシロイナズナ植物

を作出に成功した。これによってウミホタルルシフェリ

ンの合成経路の検討も可能になった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］組み換え植物、ルシフェリン、ルシフェ

ラーゼ、イメージング、有用物質生産 

 

［研 究 題 目］実用化を目指した血液脳関門透過型高分

子医薬デリバリーシステムの開発 

［研究代表者］近藤 哲朗（バイオメディカル研究部門） 
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［研究担当者］近藤 哲朗（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 近年、抗体医薬や核酸などの高分子医薬の開発が進み、

その特異性や劇的な治療効果から今後ますます需要が増

大すると予想されるが、これらは末梢組織の癌や自己免

疫疾患などを対象としたものが多い。一方、脳を標的と

した抗体医薬・蛋白医薬は、血液脳関門（Blood-brain 
barrier : BBB）が障壁となっており、実用化されてい

るものはほとんどないのが現状である。本研究計画では、

抗体医薬のみならず将来医薬としての効果が期待される

様々な機能蛋白・高分子を、指向性進化工学的手法を用

いて高機能化し、血液脳関門（BBB）の障壁を超えて

脳へ非浸襲的に送達可能にする新しいドラッグデリバリ

ーシステムの技術開発を行うことを目標とする。 

研究計画： 

 機能性蛋白を血液脳関門（BBB）を介して血中から

脳へ送達可能にするアミノ酸配列モチーフの探索を指向

性進化工学的手法を応用して行う。 

年度進捗状況：  

 BBB を介した高分子輸送を可能にするアミノ酸配列

モチーフの探索をバクテリアディスプレイ法およびファ

ージディスプレイ法等の種々の指向性進化工学的手法を

用いて行った。BBB に発現している特定の膜蛋白・受

容体を標的としてこれらに特異的に結合するポリペプチ

ドアミノ酸配列の探索を行う一方、BBB 透過機能を指

標にしたアミノ酸配列モチーフの探索をファージディス

プレイ法を応用して行った。多孔質膜を挟んでマウス脳

毛細血管内皮細胞とアストロサイトの共培養を行い、経

上皮電気抵抗値（TEER）の上昇および種々の分子量の

標識標準分子の非透過度を指標に in vitro BBB モデル

を作成した。様々な鎖長のリンカーを隔ててモチーフ部

の高次構造に一定の束縛条件を付与したランダムペプチ

ドファージライブラリーを作成し、上記 in vitro BBB
モデルに対して機能的透過能を示すアミノ酸配列のスク

リーニングを行った。現在、目的とする機能モチーフの

創出を進めている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］高分子・蛋白医薬、DDS、中枢神経系、

血液脳関門（BBB）、脳毛細血管内皮細

胞、アストロサイト、受容体、指向性進

化工学、ポリペプチド、in vitro BBB
モデル 

 

［研 究 題 目］ナノホールアレイを用いた表面プラズモ

ン共鳴法によるメチル化 DNA の迅速検

知 

［研究代表者］栗田 僚二（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］栗田 僚二、柳澤 博幸（常勤職員1名、

他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、血液や尿などの体液中に含まれる各種生体成分

を検出することは、病気の早期発見や診断、さらには治

療方針を決定する上で極めて重要である。本研究では、

ナノ構造基板上での表面プラズモン共鳴（SPR）現象

を利用し、DNA のメチル化状態を迅速検知する新手法

の提案、基礎特性評価及びデバイス化を行うことである。

従来、抗体を用いる手法では DNA メチル化の量的情報

は得られるものの、位置情報を得られなかったため利用

価値が乏しかった。そこで、2本鎖 DNA の“歪み”を

利用した位置選択的な抗体認識と、SPR 法による迅速

計測に挑戦する。これにより、測定対象 DNA 中に含ま

れる任意領域の迅速な DNA メチル化センシングデバイ

ス開発を目指す。 

 本年度は、測定対象となるメチルシトシンがミスマッ

チとなる二本鎖 DNA を形成させ、この二本鎖 DNA へ

の抗メチルシトシン抗体の結合量を SPR 法によって測

定することでメチルシトシン検出を行った。ミスマッチ

箇所として、C/C、C/A、C/T ミスマッチや脱塩基部位、

バルジ構造などを形成させ、表面プラズモン共鳴法によ

りアフィニティ解析することで最適な構造を確認した。

さらに、本法の迅速化を目的とし、金薄膜を有するガラ

ス基板とポリジメチルシロキサン流路基板から形成され

ているマイクロセンシングチップを開発した。マイクロ

センシングチップでは、深さ20ミクロンの薄層流路内に

SPR 計測用の金薄膜を有している。本マイクロセンシ

ングチップをメチル化 DNA 検出に用いることにより、

迅速計測に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］メチル化 DNA、エピジェネティクス、

表面プラズモン共鳴、免疫センサ 

 

［研 究 題 目］低分子量 G タンパク質間クロストーク

制御による細胞移動と軸索伸長メカニズ

ムの解析 

［研究代表者］戸井 基道（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］戸井 基道、鈴木 えみり 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 脳や末梢神経系における神経回路網の形成過程におい

て、神経細胞の層移動や軸索伸長過程においては、誘引

あるいは反発作用に働く細胞外のガイダンス分子に依存

した細胞骨格制御が重要である。本研究では、この細胞

骨格制御に関わるキー因子である低分子量 G タンパク

質「Rac」の新規エフェクターとして単離した RIN-1タ

ンパク質の機能解析を通して、このタンパク質を介した

複数の低分子量 G タンパク質群間の活性化や空間的配

置制御といった機能的クロストークの実態を明らかにす

る事を目指す。 
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研究計画： 

 RIN-1タンパク質と各 G タンパク質との詳細な相互

作用解析を行う。得られた相互作用の結果を基に、線虫

の rin-1変異体および G タンパク質変異体を用い、細胞

移動時および軸索伸長時の各タンパク質の詳細な局在解

析を行う。 

年度進捗状況： 

 線虫 RIN-1は、小胞輸送に関与する RAB-5とアクチ

ン動態制御に関わる CED-10と相互作用することを明ら

かにした。しかしながら、移動中の神経細胞における

RAB-5の分布パターンは野生型と変異体で差異は見ら

れず、また活性化型 RAB-5の過剰発現による rin-1変
異体の表現型の回復も見られなかった。したがって、

RAB-5は観察した神経の形態変化には大きく関与して

いない事が推測された。CED-10の細胞内分布パターン

も変異体で大きな違いは見られなかった。しかしながら、

活性化型 CED-10の過剰発現により、rin-1変異体では

移動方向と逆側にも多数のフィロポディア様構造が形成

され、これにより移動方向が歪められていることが明ら

かになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞移動、神経軸索伸長、低分子量 G
タンパク質 

 

［研 究 題 目］少数のダイニンと微小管から成る振動系

の作成と構造・機能研究 

［研究代表者］広瀬 恵子（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］広瀬 恵子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 繊毛・鞭毛の運動はダイニンの力発生によって駆動さ

れるが、その周期的波打ち運動は、一方向に運動するダ

イニンの機能の足し合わせでは説明できない。まず、軸

糸ダイニンは隣り合う微小管の間に密に配列し、隣接す

るダイニンとの相互作用による影響を受ける。また、微

小管同士が伸縮性分子で架橋されることにより、微小管

を介して、他のダイニンが発生する力による制御を受け

る。本研究では、複数のダイニン分子が協同的に働き、

効率的な運動機能を獲得するメカニズムの理解を目指し

て、少数のダイニン、微小管、および微小管架橋構造か

ら成り、単純かつ運動機能をもつ複合体を作成し、その

運動機能や高分解能構造を解析している。 

 平成24年度は、高分解能構造解析に適した複合体の作

成を中心に研究を行った。我々は以前、ウニ精子外腕ダ

イニンを用いて複合体を用いて構造を研究していたが、

この複合体はダイニン尾部と微小管の結合が弱く、力発

生時に解離する傾向があった。そこで、緑藻クラミドモ

ナスを培養し、その鞭毛から軸糸外腕ダイニンを精製し

て微小管に結合させ、複合体形成の条件検討を行った。 

 電子顕微鏡法観察により、2本から数本の微小管がダ

イニンによって架橋された複合体ができたが、複合体の

多くは数マイクロメートルの微小管から成り、電子顕微

鏡で全体像を観察するのが困難だった。そこで、微小管

の長さを短くし、1マイクロメートル程度の微小管の間

に十〜数十個のダイニン分子が並んだ複合体を作成した。

今後はこの複合体に架橋構造を加え、力発生中の構造を

研究する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］分子モーター、細胞運動、鞭毛・繊毛、

電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］転写因子 SATB1に対する複合標的核酸

創薬基盤の開発 

［研究代表者］山崎 和彦（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］山崎 和彦、宮岸 真、岡田 知子、 

山崎 智子（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 乳がん治療に役立つ創薬基盤構築を目的とし、乳がん

細胞の悪性化に関わる転写因子 SATB1の多様な部位を

標的とした核酸創薬開発研究を行う。転写因子 SATB1

と他タンパク質との結合ドメインや複数の DNA 結合ド

メインを対象とし、結合して機能を阻害するアプタマー

型あるいはデコイ型の核酸医薬を取得する。塩基配列を

ランダム化した一本鎖および二重鎖の DNA あるいは

RNA のライブラリーから、次世代シークエンサーを用

いた手法によって網羅的かつ効率的に、結合する配列の

選別を行う。得られた核酸について、乳がん由来の培養

細胞を用いたバイオアッセイおよび物理科学的手法によ

る相互作用解析を行って効果を評価する。さらに、タン

パク質・核酸複合体の立体構造解析を行って結合機構を

精査することにより、ライブラリーデザインの改変や修

飾導入による活性強化の可能性を検討する。 

 本年度は、二重鎖の DNA ライブラリーを用い、複数

の DNA 結合ドメインに結合するデコイ型核酸の創出を

目指した研究を進めた。標的となる複数の DNA 結合ド

メインの調製を行って磁気ビーズに固定化し、核酸を結

合・解離させ、PCR によって増幅することを繰り返し

た。特に、塩濃度や反応時間などの反応条件を検討する

ことにより、十分な量の結合核酸分子を得ることに成功

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］転写因子、核酸創薬、がん、タンパク質

核酸相互作用 

 

［研 究 題 目］近赤外デジタルホログラフィー法による

動物プランクトン計測技術の開発 

［研究代表者］秋葉 龍郎（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］秋葉 龍郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生態系の調査において、1次消費者である動物プラン

クトンの現存量データは重要な測定項目である。動物プ
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ランクトンの高効率計測のために近赤外デジタルホログ

ラフィー法による撮像技術を開発する。動物プランクト

ンの種識別が可能な空間分解能を持ち、かつ顕微鏡に比

べて100倍以上の被写界深度を持つ測定方法を開発する。

分解能10ミクロン、観察体積100cc 以上の撮影の開発を

予定している。本年度は予備的にホログラフィー観察を

行い、プランクトンの撮影が可能な事また、レーザーの

強度やカメラの感度について調査研究を行った。また効

率的にプランクトンを撮影するためには撮像可能領域に

出現したタイミングを検出して撮影する必要がる。本年

度はプランクトンのようなサイズの物体に反応しかつ応

答がミリ秒以下のラインセンサーが適用可能であること

を確認した。これにより流水中のプランクトンの検出が

可能である。またデジタルホログラフィーの開発ではレ

ーザーを近赤外領域のものとして走光性の影響が及ばな

いように工夫した。さらに画像の保存では動画圧縮した

ファイル形式での撮像と静止画での記録を比較できるよ

うに準備を行った。今後はこれら基礎技術の開発を利用

し実海域で使用できる計測技術を開発する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］デジタルホログラフィー、ラインセンサ

ー、レーザー 

 

［研 究 題 目］CRISPR システムにおける AGO2様活

性を有する RNP 複合体の構造機能解析 

［研究代表者］沼田 倫征（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］沼田 倫征、大澤 拓生、沼田 英子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 Cmr エフェクター複合体は6種の Cmr タンパク質

（Cmr1-6）と crRNA から構成されたリボ核タンパク

質複合体である。発現・精製したタンパク質サブユニッ

トを用いて、分子間相互作用を検討した結果、Cmr2と
Cmr3が相互作用することを明らかにした。次に、

Cmr2-Cmr3複合体の結晶化を試みた結果、15%イソプ

ロパノール、20mM MgCl2、50mM MES（pH6.0）を

含む条件で単結晶を得た。大型放射光施設フォトンファ

クトリーにて回折実験を行い、2.5～2.6Å 分解能の回

折データを収集した。Cmr2の結晶構造はすでに報告さ

れており、Cmr2をサーチモデルとした分子置換法によ

って複合体の結晶構造を決定した。Cmr2-Cmr3複合体

の結晶構造を解析した結果、分子境界付近に大きなクレ

バスが存在することが明らかとなった。また、本研究で

は ATP もしくは3’-AMP と結合した Cmr2-Cmr3複合

体の結晶構造を決定しており、これらヌクレオチドはク

レバスの奥深くに結合していることが明らかとなるとと

もに、ヌクレオチド結合部位が少なくとも2か所存在す

ることが判明した。また、Cmr3の立体構造は Cas6と
類似していることが分かった。Cas6は pre-crRNA のプ

ロセシングに関わる酵素であり、Cas6に特有のくぼみ

領域を用いて pre-crRNA の5’側に位置する ssRNA 領域

と結合する。興味深いことに、Cmr3にもプラスにチャ

ージしたくぼみ領域が存在し、それはクレバス形成に関

わることが分かった。したがって、Cmr2-Cmr3に見ら

れるクレバスは ssRNA と相互作用することが推定され、

結合していたヌクレオチドは ssRNA の各ヌクレオチド

残基をミミックしたものであることが推定された。

Cmr2-Cmr3は ssRNA と結合することから、このクレ

バスに ssRNA が結合すると示唆される。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、酵素、核酸、RNA、結晶

構造解析 

 

［研 究 題 目］ミトコンドリアにおける tRNA プロセシ

ング機構の解明 

［研究代表者］沼田 倫征（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］沼田 倫征、大澤 拓生、沼田 英子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 高等真核生物のミトコンドリアでは、ロイシン tRNA
などのアンチコドン1文字目のウリジンは、タウリンに

より化学修飾され5-タウリノメチルウリジンへと変換さ

れている。この化学修飾には2種類の酵素（MTO1およ

び GTPBP3）が関与し、タウリン、5,10-メチレンテト

ラヒドロ葉酸を基質として、GTP 依存的に反応が触媒

されると推定されている。まず、 MTO1および

GTPBP3の大腸菌内における発現系を構築した。その結

果、GTPBP3については可溶性画分への発現を確認した

が、MTO1はすべて封入体として発現していた。MTO1

を可溶性画分へ発現すべく様々な発現系を構築したが、

現在のところ MTO1の可溶性画分への発現系は得られ

ていない。GTPBP3と MTO1の真正細菌ホモログは相

互作用することが指摘されているため、今後、

pETDuet-1などを用いた共発現系を構築し、MTO1の

可溶性画分への発現を目指す。発現させた GTPBP3を
アフィニティークロマトグラフィー、イオン交換クロマ

トグラフィー、疎水性クロマトグラフィー、ゲルろ過ク

ロマトグラフィーを用いて精製した。得られた

GTPBP3（GTP フリーフォーム）を用いて結晶化条件

の初期スクリーニングを行ったが、結晶は得られなかっ

た。反応に必要な GTP は GTPBP3と相互作用する。一

般的に、GTP 結合タンパク質は GTP 結合型と GDP 結

合型で大きく構造が変化する。そこで、GTP もしくは

GDP 存在下で GTPBP3の結晶化を試みたが、現在のと

ころ、結晶は得られていない。上記のように、GTPBP3
と MTO1の真正細菌ホモログは相互作用することが指

摘されているため、今後、共発現系を構築し、複合体と

してサンプル調製・結晶化する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、酵素、核酸、RNA、結晶
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構造解析 

 

［研 究 題 目］唾液を用いた生体時刻測定法確立のため

の唾液腺特異的遺伝子の同定 

［研究代表者］大西 芳秋（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］大西 芳秋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 昨年度の ChIP on Chip 解析において、HSG 細胞に

おいて Bmal1により制御されている遺伝子が797、Rev-
erba により制御されている遺伝子が2076、そのうち両

方に制御されている遺伝子を見出した。本年度は、

HSG 細胞を Dexamethasone 刺激することにより概日

リズムをリセットし、12時間後ならびに24時間後に

RNA を調製し、マイクロアレイ解析により概日リズム

発現をしている遺伝子の同定を試みた。昨年度の ChIP 
on Chip 解析において Bmal1と Rev-erba 両方に転写制

御されている遺伝子のうち、Rev-erba 自身は概日リズ

ム発現されていることが既に知られており、ポジティブ

コントロールとして利用可能である。そこで Rev-erba
の発現リズムと同様に12時間後に発現が低く、24時間後

に発現が高くなる遺伝子をマイクロアレイ解析の結果か

ら検索したところ、1368遺伝子がヒットした。このうち

ChIP on Chip 解析により選択された Bmal1と Rev-
erba 両方に転写制御されている遺伝子と重複する遺伝

子は22であった。さらにマイクロアレイ解析における検

出シグナルが50以下の、発現量が極めて少ない遺伝子が

6含まれており、最終的に16遺伝子が生体時刻測定のマ

ーカー候補として選択された。この16遺伝子のうち、正

常ヒト唾液腺細胞における発現を市販の cDNA を用い

た RT-PCR 解析により検討したところ、Rev-erba を含

む9遺伝子まで絞り込むことに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］唾液、マーカー、転写、クロマチン、生

物時計 

 

［研 究 題 目］非標識バイオセンシングに向けた高触媒

活性な窒素ドープグラフェン様薄膜電極

開発 

［研究代表者］丹羽 修（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］丹羽 修、加藤 大、鎌田 智之、 

廣野 滋（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電気化学検出器やセンサに用いる為の、

DNA 等の生体分子に対して高い電子移動速度を有し、

活測定電位範囲が広い、カーボン薄膜電極を開発する為、

近年電極触媒として注目されている窒素を含んだ微結晶

のグラフェン構造からなる薄膜を電子サイクロトロン共

鳴（ECR）スパッタ法により形成することを目的とす

る。また、作製したカーボン膜を用いて、核酸塩基や

NADH など生体分子の測定を行うことで、窒素含有カ

ーボン薄膜の優位性を実証する。今年度は、まずカーボ

ン膜のスパッタ法による形成時にスパッタガス（アルゴ

ン）中に窒素を濃度を変えて混合し、カーボン膜の形成

を行ったところ窒素ガスの濃度の増加に伴い形成された

カーボン薄膜中の窒素含有率が増加した。XPS や TEM
を用いて構造を調べたところ、カーボン膜中に窒素が増

加すると sp2結合の率が減少し、sp3結合の分率が増加

することが分かった。また窒素を含む置換基は、窒素濃

度の低い時は、グラフェン環中に直接される窒素が多い

が、その後ピリジン構造や末端に付加するニトリル構造

が増加し、導電性などの電気的な特性も低下することが

分かった。 

 様々な窒素濃度のカーボン薄膜を電気化学的に評価し

た。電位窓は、窒素含有により酸化側の電位窓がやや減

少した。これは、炭素－炭素結合に比べて炭素―窒素結

合のエネルギーが小さいことに起因すると考えられる。

また、還元側では、窒素含有カーボンは、酸素の還元電

流や過酸化水素の還元電流が、pure なカーボン薄膜電

極に比較して、かなり高電位側にシフトした。これは、

窒素を含むバルクのカーボン材料であるカーボンアロイ

などと類似の挙動である。特に過酸化水素の還元では感

度も大幅に増加した。過酸化水素は、バイオセンサに用

いる様々な酸化酵素の反応生成物であり、この検出感度

が増加したことは、本窒素含有カーボン膜がバイオセン

サ用電極として優れていることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］窒素ドープカーボン、スパッタ法、電気

化学測定、核酸分析 

 

［研 究 題 目］カーボンナノ構造薄膜電極の創成と薬物

代謝スクリーニングチップの開発 

［研究代表者］丹羽 修（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］丹羽 修、加藤 大、吉岡 恭子、 

鎌田 智之、井上 淳司、薛 強 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、電子サイクロトロン共鳴（ECR）スパ

ッタ法で形成したカーボン薄膜が、ナノレベルで、sp2

結合と sp3結合の量が異なる領域を有し、それに大気中

に UV／オゾン処理を行うと、棘状のナノ構造が形成で

きることを見出したことから、これに薬物代謝に関与す

る酵素（チトクローム p450）を固定化し、薬物代謝と

阻害を電流値の変化でスクリーニングことを目的とする。

昨年度、ビリルビン酸化酵素（BOD）とチトクローム

C（Cyt.C）を修飾してナノ構造体の効果を調べた。UV
／オゾン処理により形成したナノ構造体電極上では、

BOD の酸素還元電流が、30倍以上も向上した。しかし

ながら今年度 Cyt.C に比較して酵素のサイズが大きい

チトクローム P450で同様な実験を行ったところ、あま

り顕著な差は観測されなかった。そこで、より大きなナ



研 究 

(750) 

ノ空間を創りだせる材料としてカーボンナノファイバー

を選択し、それをスパッタカーボン膜に修飾して UV
照射しまず、BOD と Cyt.C を固定化した電極で両者の

酸素還元電流を測定した。その結果、BOD で38倍、

Cyt.C で6倍の電流値の増加が観測され大きな効果が得

られた。そこで、このカーボンファイバー修飾電極にチ

トクローム P450を修飾して測定を行い、大幅な酸素還

元電流の増加が観測された。また、薬物として、テスト

ステロンを例にとってその酵素反応に伴う電流変化を計

測したところ、テストステロンの添加により還元電流が

大幅に増加し、薬物代謝を電気化学的に明瞭に観測する

ことができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ナノ構造カーボン、電気化学、薬物代謝、

チトクローム P450、カーボンナノファ

イバー、グラフェン 

 

［研 究 題 目］ホスホリパーゼ D の細胞膜上における

動態解析と細胞運動における極性維持機

構の解明 

［研究代表者］長崎 晃（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］長崎 晃（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞運動は、器官形成や損傷治癒などの生物学的現象

において重要な役割を果たしているが、その制御機構は

複雑であるため未ただ全貌は明らかになっていない。私

はこれまでに細胞性粘菌をモデル型として細胞運動に関

与する遺伝子の探索を行い、PLD を同定し、動物細胞

においても PLD が細胞運動に必須であることを明らか

にした。 

 そこで、細胞内の PLD の活性化状態を可視化するた

めに、PLD の産生物であるホスファチジン酸（PA）を

検出するプローブ作成をした。PLD の活性化因子であ

る EGF の添加後における PA 検出プローブの1分子観察

を行うことで、細胞運動時における空間的な PLD 活性

化状態の検出を試み、前年度まで作成した PA 検出プロ

ーブの評価を進める。 

 また、セルチップを用いて同定した細胞運動関連キナ

ーゼ遺伝子群（30遺伝子）のクローニングがすべて完了

したため、GFP タグによる詳細な細胞内動態を決定す

る。さらに、これら30遺伝子については、シグナル伝達

系における PLD との関連を明らかにするために、既知

データに基づいたネットワーク解析を進める。  

 一方で、PLD2の1分子計測については高速高感度カ

メラの導入により、細胞膜上における PLD2の正確な挙

動を検出することが可能となったため、再度 PLD の全

反射像を取得し解析を進める。また、488、594nm レー

ザに加え、新たに542nm レーザを導入した。そこで、

異なる蛍光タンパクでラベルした3種のタンパク質を同

時に1分子で計測するために、励起光源の制御システム

構築を進めるとともに、この3光源に対する蛍光タンパ

ク質の最適な組合せを探り、蛍光タンパク質タグの置換

を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ホスホリパーゼ D、1分子計測、全反射

顕微鏡、シグナル伝達、細胞運動 

 

［研 究 題 目］後続バイオ医薬品開発を目指した環状化

サイトカインの分子設計と合成 

［研究代表者］本田 真也（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］本田 真也（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、バイオ医薬品として認可済みのサイ

トカインタンパク質の生体内安定性を向上させた後続バ

イオ医薬品の開発を目指して、同タンパク質を構成する

ポリペプチドを環状に連結した環状化サイトカインを合

成し、その機能と構造に関する in vitro 分子特性を解析

することである。平成24年度は、以下の3項目を実施し

た。「連結配列設計プログラムの開発」では、連結部分

のアミノ酸を最適な配列にするためのコンピュータプロ

グラムを開発した。野生型サイトカインタンパク質の立

体構造データを用いて、主鎖の両末端をストレス無くつ

なぐ適切なセグメント主鎖構造を複数抽出し、次いで、

それぞれに対し任意の側鎖を発生させ、分子全体のエネ

ルギーを評価した。開発したプログラムを用いて、400

種以上の候補の中から最適の連結配列を決定した。「環

状化サイトカインの合成と精製」では、前年度に作成し

た発現ベクターを用いて、環状化サイトカインを合成し

た。野生型サイトカインの大腸菌発現と同様の方法で形

質転換、培養、溶菌、リフォールディング、クロマトグ

ラフィー精製、同定を行った。インテインの脱離を

SDS-PAGE でチェックすることで環状化反応の進行を

確認した。「環状化サイトカインのレセプター結合活性

の測定」では、分子間の結合活性を SPR 用いて定量的

に評価した。レセプターをセンサーチップに固定化して、

濃度の異なる試料溶液を連続的にインジェクトし、シン

グルカイネティクス法で解析したところ、野生型サイト

カインの解離常数と同等であった。これより、環状化サ

イトカインが正しくフォールドし、活性な立体構造を形

成していることが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオ医薬品、タンパク質工学、インテ

イン 

 

［研 究 題 目］酸化ストレスマーカータンパク質検出用

蛍光分子プローブの創製と医療診断への

展開 

［研究代表者］鈴木 祥夫（バイオメディカル研究部門） 

［研究担当者］鈴木 祥夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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 本研究では、研究代表者によって開発されたタンパク

質検出用蛍光分子プローブを改良し、アルデヒド修飾タ

ンパク質を特異的に検出するための化合物の設計及び合

成を中心に行った。具体的には、タンパク質との疎水性

相互作用による複合体形成および分子内の ICT 状態の

変化によって強い蛍光発光を誘起する部位として4-（ジ

シアノメチレン）-2-メチル-4H-ピランを有し、4-（ジ

シアノメチレン）-2-メチル-4H-ピランと、二重結合を

介してフェニル基を結合させることによって、共役系を

伸長し、励起波長および蛍光波長の長波長化を引き起こ

すように分子設計した。さらに、アルデヒド修飾タンパ

ク質への特異性を高めるため、促すために、チアゾリノ

ン基とヒドラゾン基を導入した。今後、合成した物質の

評価にあたり問題となる点は、通常、サンプル中のアル

デヒド修飾タンパク質濃度に対して、添加する分子プロ

ーブの濃度は高いため、未反応の分子プローブがタンパ

ク質中のカルボニル基以外の部分と相互作用して蛍光を

発することによって、分析精度が低下することである。

合成した化合物は、アルデヒド基と反応した分子プロー

ブの構造は、反応前の構造と比較して、共役系が伸長し

ているため、励起波長および蛍光波長共に、反応前のそ

れよりも長波長側にシフトするように設計した。以上の

ことから、分子プローブの反応後の構造から発せられる

蛍光と、反応前の構造から発せられる蛍光は容易に区別

することが出来るため、上記問題点は解決出来ると考え

られる。合成した化合物の確認は、1H-NMR、質量分析

を用いて行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、蛍光分析、分子プローブ 

 

［研 究 題 目］中心体・一次シリアと細胞周期 

［研究代表者］五島 直樹（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹、福田 枝里子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 中心体は、細胞分裂期において染色体の分離・分配を

制御し、静止期にある細胞では一次シリアの基底小体と

して働くことが知られている。多細胞生物において、細

胞は、内部環境（中心体など）から発生する情報と一次

シリアや細胞間接着装置などを介して得た外部環境から

の情報を統合して、その細胞周期チェックポイントを制

御し、秩序だった増殖と分化を行い、巧みに組織や器官

を形成・維持していると考えられる。特に、組織幹細胞

において、このシリア・中心体系を経由した細胞内外か

らの情報のフローが、細胞周期チェックポイントをどの

ように制御しているのかは、細胞生物学・発生生物学に

おける根本的命題であるが、現時点ではその詳細は不明

である。本研究では、網羅的なヒト蛋白質発現リソース

を構築し、インビボ及びインビトロでの蛋白質の発現お

よび複合体形成の解析、網羅的な蛋白質の細胞内局在情

報の解析を行い、トリコプレイン及びその類縁蛋白質群

と中心体構成蛋白質群のプロテオミクス研究を行う。 

 我々の構築した世界最大のヒト蛋白質発現リソース、

ハイスループット蛋白質合成技術、プロテインアクティ

ブアレイの特徴を生かし、プロテオームワイドなシリア

－中心体系の解析研究を行った。シリア形成の制御に重

要な機能を持つトリコプレインは、Trichohyalin/ 
Plectin Homology Domain（TPHD）ドメインをもつこ

とから、TPHD 様の構造を有する97個の蛋白質群を同

定した。これら97個の TPHD 蛋白質を培養細胞で強制

発現してそれらの局在を確認した。次に、これら候補蛋

白質の siRNAi によるノックダウン実験を行い、シリア

形成に関連する因子の特定を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］中心体、1次シリア、細胞周期、組織形

成、器官形成、細胞間ネットワーク 

 

［研 究 題 目］リシークエンシングによる HLA ゲノム

多様性解析 

［研究代表者］今西 規（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］今西 規、世良 美穂 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新学術領域研究「先端技術を駆使した HLA 多型・進

化・疾病に関する統合的研究」の計画班「リシークエン

シングによる HLA ゲノム多様性解析」（代表者：椎名

隆）において、前年度に引き続き、HLA 統合データベ

ースの構築研究を行った。ここでの目的は、HLA に関

する公共データおよび本領域の研究成果を整理し、本領

域参加者の研究推進を支援するデータベースを構築する

とともに、収集したデータを用いた計算機解析によって

HLA の疾患と進化の解明に有用なデータを産生するこ

とである。本年度は、HLA 分子に関する公共データを

収集した統合データベースに新たなコンテンツを追加し

た。具体的には、HLA Class I および Class II 分子に

対するヒト全タンパク質の網羅的エピトープ予測結果、

HLA 遺伝子領域の大規模な連鎖不平衡データなどであ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］HLA、統合データベース、ゲノム多様

性、連鎖不平衡 

 

［研 究 題 目］小胞体レドックスネットワークを中心と

する小胞体品質管理機構の解析 

［研究代表者］新木 和孝（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］新木 和孝（他1名） 

［研 究 内 容］ 
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 タンパク質は正しく合成され、正しい構造をとって初

めて本来の機能を発揮する。それにはタンパク質の構造

形成を助ける種々の分子シャペロン、小胞体においては

翻訳後修飾にかかわるレドックス因子や糖鎖修飾酵素な

どが重要な働きをしてその正しい構造形成を助けている。

一旦正しい機能を獲得したタンパク質も、種々のストレ

スによって変性したり、遺伝的変異によってどうしても

正しい構造をとれないタンパク質も発生している。この

ような不良タンパク質は、単に機能を持たないだけでな

く、細胞毒性によって細胞死を誘導し、アルツハイマー

病やパーキンソン病のような種々の神経変性疾患の原因

ともなっている。本研究ではこのような疾患原因ともな

り得る小胞体レドックス因子の機能と制御機構の解明を

もとにして、生体内の健全な恒常性を維持するための創

薬開発基盤を構築することを目標にしている。現在、相

互作用因子の網羅的探索を続けている。小胞体レドック

ス関連因子20種類を哺乳類培養細胞に発現させ、免疫沈

降後に質量分析解析により相互作用因子を同定している。

同定された相互作用集団に対して統計処理を行い、結合

因子の有意性・特異性を評価し、小胞体レドックス関連

因子を中心とする小胞体因子群の全貌を有意なモデルと

して提示することに成功している。さらに小胞体のレド

ックス制御機構をより的確に把握するため、小胞体レド

ックス因子のカスケードを in vitro により再構成するこ

とで素過程の探索も行ない、その制御骨子の一端が明ら

かになりつつある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質相互作用、絶対定量、レドッ

クス、小胞体、品質管理 

 

［研 究 題 目］クロマチンリモデリング制御複合体の構

造と機能の解析 

［研究代表者］千田 俊哉（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］千田 俊哉、赤井 祐介、羅羽 華 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 真核生物においてクロマチンの基本構成要素であるヌ

クレオソームの破壊と再形成は、ヒストンの翻訳後修飾

等のエピジェネティク情報の伝達に深く関わる生命現象

である。ヒストンシャペロンは、ヌクレオソームの破壊

と再形成に関わる分子であるため、エピジェネティック

情報の伝達にも深く関与していると考えられる。本研究

では、(1)高分子量型のヒストンシャペロン CAF-1、
HIRA 等と、これらの相互作用因子である CIA、ヒス

トン H3-H4等との複合体の立体構造を決定し、(2)転

写・複製時におけるエピジェネティック情報の伝達及び

変換機構を解明することを目的としている。HIRA は溶

液中で DNA と非特異的に結合し、可溶性の凝集体を形

成していることがわかったので、全長での結晶化は困難

と結論し、ドメインごとの発現・精製を行い、C 末端側

の残基番号644番以降のドメイン（HIRAC644）の精製

に成功した。ゲル濾過および CD スペクトル等による分

析の結果、HIRAC644は溶液中で二次構造を形成すると

ともに、DNA と非特異的な凝集体を形成しない事も明

らかにした。CAF-1に関しては、昆虫細胞の発現系で

ある MultiBac 発現系を導入し、複合体全体としての発

現・精製を開始した。p150-p60-p48の三者複合体、

p150-p60の二者複合体に関して良好な発現が認められ

たので、これらの複合体が安定な条件の検討をしつつ精

製を行い、CAF-1の粗精製に成功した。C IA-H3-H4-
Mcm2複合体の結晶構造解析に関しては、生化学的、生

物学的な解析から、本複合体が複製段階において複製フ

ォークの進行速度を調節している可能性を見いだしたの

で、詳細な解析を行うため、本複合体の構造解析を開始

した。CIA-H3-H4-Mcm2複合体が安定化する条件付近

での結晶化を進めている。ヒストンの N 末領域が結晶

化中に分解されてしまうため、サンプル中のプロテアー

ゼの除去や複合体の形成法の改善なども進めた。転写基

本因子である TFIID 複合体に関しては、240L の酵母培

養 液からスタートし、電子顕微鏡観察に十分な量の

TFIID サンプルを得ている。TFIID と複合体を形成さ

せるため、RNA ポリメラーゼ II（Pol II）に関しても

精製を開始し、20L の酵母培養液から純度約90%のタン

パク質を0.2mg 程度得る事に成功した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］細胞核、転写反応、ヌクレオソーム、遺

伝子発現、蛋白質立体構造解析 

 

［研 究 題 目］原核生物多剤耐性トランスポーターの構

造揺らぎと薬剤排出活性の NMR 解析 

［研究代表者］竹内 恒（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 原核生物は様々な薬剤に対して耐性を獲得するため、

細胞膜上に多剤耐性トランスポーターを発現させている。

一方、多剤耐性トランスポーターの発現は、多剤耐性転

写制御因子（MDR-GR）により制御されており、

MDR-GR が細胞内に侵入した薬剤を認識し、多剤排出

トランスポーターの転写を亢進させることでその細胞膜

上での発現を増大させる巧妙なシステムが構築されてい

る。本年度はこの MDR-GR に着目し、研究を推進した。

MDR-GR には3種類のファミリーが知られており、そ

れぞれ異なる多剤認識機構を持つと考えられる。そのう

ち PadR ファミリーに属する LmrR は、他の MDR-GR
とは異なり二量体形成面において挟み込むようにして1

分子の薬剤を認識するため、薬剤の多様な構造に合わせ

て、分子全体の構造を変化させる必要がある。LmrR の

薬剤非結合状態、結合状態における運動性を比較するこ
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とで、分子の揺らぎと多剤認識機構との関係を NMR を

用いて解析した。薬剤が結合していない状態において解

析を行ったところ、薬剤認識部位のシグナル強度がその

他の部位に比べて顕著に低く、またシグナルが観測され

ない残基が複数存在することが判明した。また LmrR
の主鎖アミド基の緩和解析を行った結果、薬剤結合へリ

ックスが ps-us の運動性を有することが明らかとなった。

これらの結果は LmrR が非結合状態においては薬剤結

合部位に多型を保持することで、様々な薬剤に対する結

合親和性を保障していることを示唆し、多剤耐性薬物ト

ランスポーター等の基質認識機構の理解にもつながるも

のと考える。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核磁気共鳴、多剤耐性、運動性解析 

 

［研 究 題 目］ポストゲノム解析による感染体ー宿主ネ

ットワーク 

［研究代表者］夏目 徹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］夏目 徹（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 生体を構成する個々の細胞には十数万種類のタンパク

質が存在する。それらのタンパク質は、単独で機能する

のではなく、常にグループ・組織を形成し、生体システ

ムを構成する。ウイルスの感染・侵入から、感染性ゲノ

ムの複製、ゲノム因子の翻訳と、ウイルス粒子へのパッ

ケージング、そして放出に至るまで、そこには、多くの

宿主因子間相互作用と、ウイルス因子間の相互作用、そ

して、宿主因子とウイルス因子との相互作用が存在し、

大きな感染体－宿主ネットワークを形成している。 

 本研究では、網羅的でシステマティックな方法により、

このような感染体・宿主ネットワークを捉え、ウイルス

の複製と病原性発現機構の理解を深化させ、予防・治療

薬の新規ターゲットを同定することを目的とする。 

 平成24年度は、ウイルス因子と宿主因子のタンパク質

間相互作用ネットワークを明らかとするために、ウイル

ス 側 の 因 子 と し て イ ン フ ル エ ン ザ ウ イ ル ス の

Nonstructural protein NS1（NS1）、宿主側の因子であ

りウイルス RNA/タンパク質複合体の輸送に関わる因

子として YBX1について、LC-MS/MS によりネットワ

ーク解析を行った。その結果、NS1および YBX1につい

てそれぞれ約60種類および約80種類のタンパク質が同定

された。大部分の既知の相互作用因子の RNA 結合因子

が同定でき、さらにいくつかの新規相互作用と思われる

因子を同定することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウイルス因子、宿主因子、タンパク質相

互作用、LC-MSMS、NS1、YBX1 

 

 

［研 究 題 目］ウイルス感染現象における宿主細胞コン

ピテンシーの分子基盤 

［研究代表者］夏目 徹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］夏目 徹、（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、病原性発現に帰結する宿主特異的な

ウイルス複製と細胞内防御メカニズムとの拮抗の分子基

盤を理解することである。ウイルスは自然宿主の中では、

感染現象と細胞内防御系を含む生命プロセスが折り合っ

た状態であると考えられ、高い病原性は示さず感染サイ

クルを繰り返しながら存続する。一方、疾患に繋がる感

染を起こす宿主では、この均衡がウイルス側に偏ること

で高い病原性が発現すると考えられる。本研究領域では、

これらの結果に繋がる細胞の特性を「宿主細胞コンピテ

ンシー」と言う概念で捉え、その特性の分子基盤を明ら

かにし、ウイルスが宿主を選択し、また宿主に適合した

メカニズムを明らかにする。 

 本研究組織は、7つの計画研究班と計画研究のすべて

の代表者および分担者で構成される総括班から成り、総

括班は有機的な研究連携を促進するという重要な役割を

持つ。 

 平成24年度は、得られた研究成果を共有するために定

期的な領域会議を開催すると同時に、若手研究者の共同

研究を推進するために ワークショップ（The 2nd 
Meeting on RNA and Biofunctions-ASIA Study "RNA 
bio functions and Viruses"）を開催した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ウィルス、宿主、宿主細胞コンピテンシ

ー、分子基盤 

 

［研 究 題 目］シリア・中心体系による生体情報フロー

の制御 

［研究代表者］五島 直樹（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 シリア・中心体系を経由した細胞内外からの情報のフ

ローが、細胞周期チェックポイントをどのように制御し

ているのかは、細胞生物学・発生生物学における根本的

命題であるが、現時点ではその詳細は不明である。多細

胞生物において、細胞は、内部環境（中心体など）から

発生する情報と一次シリアや細胞間接着装置などを介し

て得た外部環境からの情報を統合して、その細胞周期チ

ェックポイントを制御し、秩序だった増殖と分化を行い、

巧みに組織や器官を形成・維持していると考えられる。

特に、組織幹細胞において、このシリア・中心体系を経

由した細胞内外からの情報のフローが、細胞周期チェッ

クポイントをどのように制御しているのかは、細胞生物

学・発生生物学における根本的命題であるが、現時点で
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はその詳細は不明である。我々の網羅的なヒト蛋白質発

現リソース、発現蛋白質、細胞内局在情報を本領域の各

チームと協力して活用し、プロテオミクスサポートセン

ターとして有機的連携を図り、研究を円滑に進める。 

 シリア・中心体系の制御に重要なトリコプレインの分

解制御を明らかにするため、E3リガーゼを約1000種類

搭載した E3リガーゼプロテインマイクロアレイを作製

し、トリコプレイン及びその類縁蛋白質群に対する E3

リガーゼを結合特異性を基に探索した。また、約1000種

類の E3リガーゼを蛋白質合成し、トリコプレイン及び

その類縁蛋白質群に対する結合特異性をビアコア A100

を用いた SPR 法によって測定した。探索した E3リガー

ゼを細胞内で過剰発現および siRNA でのノックアウト

実験を行い、トリコプレイン等の細胞内蓄積を調べ、イ

ンビボにおける分解系としての検証を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］シリア・中心体系、トリコプレイン、 

E3リガーゼ、ユビキチン化、タンパク

質分解 

 

［研 究 題 目］網羅的自己抗体プロファイリング法に基

づく免疫性神経疾患の病態解明と治療戦

略の構築 

［研究代表者］五島 直樹（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自己免疫性神経疾患や傍腫瘍性神経疾患の発症に、自

己抗体が関与することは古くから知られている。しかし

ながら、最近になっても、新しい自己抗体が見出され続

けている、例を挙げると、精巣腫瘍に伴って著明な錐体

外路症候を示す疾患における抗 Ma2抗体、卵巣奇形種

に伴って発症する非ヘルペス性辺縁脳炎における抗

NR1/NR2 heteromer 抗体、“アジア型の多発性硬化症”

（neuromyelitis optica）における抗アクアポリン4抗体

など、新たな自己抗体の発見が続いている。生理的な構

造を維持したタンパクを網羅的に搭載したプロテインア

レイを用いて、自己免疫性神経疾患、傍腫瘍性神経疾患

について、その病態に関与する抗体群を体系的に、網羅

的に明らかにする。これらの疾患の発症に関与する新規

の抗体を全て明らかにすると共に、それぞれの疾患、そ

れぞれの症例において病態に関与する複数の抗体をすべ

て明らかにする。これらの成果に基づき、臨床試験とし

て汎用性の高いプロテインアレイの構築をし、診断法を

確立するとともに、最適な治療法を確立することを目指

す。 

 ヒトタンパク質（約19,000種類）を未変性状態で網羅

的に搭載したプロテインアレイを用いて、自己免疫性神

経疾患、傍腫瘍性神経疾患について、その病態に関与す

る抗体群を体系的に、網羅的に明らかにしている。これ

までに、各疾患ごとにグルーピングを行い、患者血清の

ミクスチャーをもちいて自己抗体のプロファイリングを

行った。その結果、疾患ごとに得られた自己抗体データ

をもとに疾患特異的プロテインアレイを作製し、同じ疾

患の検体数を増やして共通性の高いマーカー自己抗体群

を特定する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］自己抗体プロファイリング、自己免疫性

神経疾患、傍腫瘍性神経疾患、プロテイ

ンアレイ 

 

［研 究 題 目］摂食障害のプロテインアクティブアレイ

を用いた網羅的自己抗体スクリーニング 

［研究代表者］五島 直樹（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］五島 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 摂食障害（Eating Disorders, ED）は食行動の重篤な

障害を特徴とし神経性食欲不振症（anorexia nervosa, 
AN）と神経性過食症（bulimia nervosa, BN）、特定不

能の摂食障害（EDNOS）に分類される。AN の特徴は

食事制限、絶食、過剰な運動、排出行動（自己誘発性嘔

吐、下剤等の濫用）により正常体重の最低限の維持を拒

否することである。BN はむちゃ喰いと体重増加を防ぐ

ための代償行動（絶食、過剰な運動、排出行動）を繰り

返し著しい低体重は示さない。両者はやせ願望や肥満恐

怖、自己評価が体型や体重の影響を過剰に受ける等の臨

床像を共有する。思春期・青年期の女性に多く発症する。

女子高校生の2002年の調査で AN0.2%、BN2.2%、

EDNOS9.1%とされ ED は一般的な疾患である。近年、

精神・神経疾患に関連する可能性のある自己抗体の存在

が相次いで報告されている。ED においても AN および

BN 患 者 に お い て 、 血 清 中 に alpha-melanocyte-
stimulating hormone（alpha -MSH）、ACTH、LHRH
に対する自己抗体が健常者に比較して高頻度にみられる

こと（Fetissov SO et al. Proc Natl Acad Sci USA 

99:17155, 2002）、alpha -MSH や adrenocorticotropic 
hormone（ACTH）、oxytocin, vasopressin に対する自

己抗体のレベルが健常者の ED に関連する心理行動特性

と相関すること（Fetissov SO et al. Proc Natl Acad Sci 
USA 102: 14865, 2005）が報告された。 

 約2万種類のヒト抗原タンパク質が搭載されたプロテ

インアクティブアレイを用いて、摂食障害患者血清中の

自己抗体の同定を行い、摂食障害患者血清中の自己抗体

と良く反応する180種類の抗原タンパク質が搭載された

F-PAA（Focused-Protein Active Array）を作製した。

そして、この F-PAA を用いて、摂食障害患者（90例）

について自己抗体の探索を行った。その結果、神経性食

欲不振症の ANB では、他の症例に比べて自己抗体が少

ない傾向にあった。また、ANR で SOX5、ACVR2A の
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自己抗体が特異的に検出された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］摂食障害、神経性過食症、自己抗体、プ

ロテインアクティブアレイ 

 

［研 究 題 目］プロテアソームの単粒子解析による構造

研究 

［研究代表者］光岡 薫（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］光岡 薫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 プロテアソームは、真核細胞の細胞質にあるタンパク

分解酵素複合体である。しかし、その全体構造は、原子

モデルが得られるような分解能ではまだ明らかになって

おらず、特にポリユビキチン鎖を認識し、分解を行う

20S 部分に輸送すると考えられる、19S 部分については、

その認識メカニズムの詳細の解明が期待されている。本

研究では、プロテアソームに関して単粒子解析を行うこ

とで、26S の全体構造やその制御因子との結合構造を得

ることを目的とする。特に単粒子解析を用いることで、

任意の条件の立体構造を得ることができるので、いろい

ろな制御因子の作用機構に関して詳細を明らかにする基

盤技術が確立できる。 

 今年度は、電子顕微鏡観察する試料の検討と、野生型

を中心とした低温電子顕微鏡によるデータ収集を行った。

試料については、野生型以外に、プロテアソームの機能

を制御していると考えられるプロテアソーム相互作用タ

ンパク質群（PIPs:Proteasome-interacting proteins）
の結合した構造が得られないか検討した。そこで PIPs
の一つである Ubp6への金コロイドのラベル結合を行い、

19S の部分に金コロイドが結合した電子顕微鏡像などを

得た。そして、GraFix を行った野生型を中心に、極低

温電子顕微鏡を用いたデータ収集を行った。この結果、

野生型について、従来までの情報を確認する構造情報を

得ることができるようになり、今後 PIPs への結合構造

などを迅速に解析するためのシステム開発を行うことが

できた。これにより、基質の結合様式やその制御機構を

解明するための構造解析基盤を構築することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］単粒子解析、プロテアソーム、生体高分

子複合体、極低温電子顕微鏡 

 

［研 究 題 目］超微小逆位配列をマーカーとして用いる

新しいゲノム進化学の構築 

［研究代表者］今西 規（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］今西 規、原 雄一郎 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではまず、バクテリアからヒトまでの広範な生

物種のゲノム配列の計算機解析により、進化において起

こった超微小逆位を同定する。次に、超微小逆位および

近傍領域の配列と構造の特徴を精査し、さらには実験手

法も導入して、超微小逆位が生じる分子機構を解明する。

以上を通じて、超微小逆位の生物学的意義を明らかにし、

同時にゲノム最小レベルの構造変化が生物進化にどのよ

うな影響を与えたかを明らかにすることをめざす。 

 本年度は、計算機による高精度な超微小逆位検出法の

開発を行った。申請者らが以前に開発した逆位同定プロ

グラムを全面的に改良し、最小レベルの配列長（5-7 

bp）をもつ逆位の同定精度を高めた。ここでは、逆位

を考慮したペアワイズアラインメントのためのソフトウ

エアを新たに作成し、逆位ペナルティなどの超微小逆位

を同定するための最適なパラメータ設定を決めた。この

プログラムの精度評価を計算機シミュレーションにより

実施し、擬陽性が著しく減少されることを確認した。こ

のプログラムを用いた解析の結果、大腸菌、酵母、ハエ、

イネ等を含め、調べた全ての系統で近縁種アラインメン

ト内に超微小逆位がみつかった。これにより、超微小逆

位が幅広い生物に普遍的な現象であることを示すことが

できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］配列解析、逆位、バイオインフォマティ

クス 

 
［研 究 題 目］核内構造体パラスペックル形成の分子機

構・核内分布様式と生理機能 

［研究代表者］佐々木 保典（バイオメディシナル情報

研究センター） 
［研究担当者］佐々木 保典（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 核内構造体パラスペックル（PS）は RNA－蛋白質複

合体であり、その形成・維持には機能性 RNA（NEAT1 
RNA）が必須である。PS の構成成分の多くが RNA 代

謝制御蛋白質であることから、PS は多くの機能を持つ

と考えられるものの詳細は明らかでない。本研究は、

PS が持つ構造と核内分布様式のダイナミクスに焦点を

絞り、PS 特有の形成機構を解明し、PS が核内で何ら

かの構造（体）と相互作用する可能性を探り、それら標

的の同定を試みる。さらに、それらと PS 蛋白質の標的

分子（RNA）探索とをあわせて多面的に PS の動態を

捉え、遺伝子発現制御機構等の観点から PS 機能を解き

明かすことを目的としている。 

 今年度は、マウス NIH3T3細胞内でヒト BAC 由来

PS を形成するヘテロな系に加えて、アフリカツメガエ

ルの系を解析した。アフリカツメガエルは偽4倍体であ

り、NEAT1 RNA 座位が2箇所あると考えられている。

実際に各遺伝子座位より、配列が若干異なる NEAT1が
転写されており、独立した顆粒を形成することがわかっ

た。次に、NEAT1転写が一方のアレルからのみの遺伝
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子改変マウスの細胞を用いて、PS 間の RNA の移動を

観察した。すると、単一アレル由来であるにもかかわら

ず、PS 間で RNA の移動が見られなかった。以上の結

果は、新たに転写された RNA が既存の PS に供給され

ない、PS の不連続形成モデルを強く支持する。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ゲノム、RNA、RNA 結合蛋白質、核内

構造体、遺伝子発現制御 
 
［研 究 題 目］核内膜タンパク質群による核ラミナ制御

機構の解明 
［研究代表者］三尾 和弘（バイオメディシナル情報研

究センター） 
［研究担当者］三尾 和弘、松田 知栄 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 核ラミナ形成における核膜タンパク質の関与を電子顕

微鏡を用いて構造学的見地から解析し、核膜病発症の理

解と治療に関する基盤構築をめざしている。本年度は電

子顕微鏡観察を用いてラミン分子の2量体構造－線維構

造-高分子パラクリスタルの構造変化と、細胞周期関連

リン酸化酵素による非常に速い重合解除を観察した。ま

た高速 AFM の観察からは、分子内での自由度が大きく、

溶液中では容易に折れ曲がって動き回ることが示された。

同種・異種のタンパク質との相互作用を容易にしている

ことが推測された。更に、リンカー領域に変異を持つ疾

病発症型ラミンの合成・精製を行い、物理化学的性質を

超遠心分析法や Native-PAGE 法、動的光散乱法などを

用いて解析すると共に、重合化に及ぼす影響を電子顕微

鏡を用いて詳細に解析した。その結果、たった1アミノ

酸の置換によってその物理化学的性質は大きく変化し、

重合過程においても正常なパラクリスタル構造を失って

しまうことが示された。またエメリンや Lap2等の核膜

特異的に存在する核内膜タンパク質の発現系構築を行い、

相互作用解析を行った。それらのうちいくつかはラミン

と相互作用し、ゲルろ過解析でも同一画分に複合体とし

て検出された。相互作用領域の解析を電子顕微鏡や他の

構造決定方法を用いて継続して行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］タンパク質構造解析、核、電子顕微鏡、

画像情報処理 
 

［研 究 題 目］転移 RNA の硫黄修飾塩基の生合成とそ

の制御機構 

［研究代表者］鴫 直樹（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］鴫 直樹、（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 RNA は転写後にスプライシングや修飾などのプロセ

シングを経て成熟し機能を発揮する。転移 RNA

（tRNA）はタンパク質合成においてコドンとアミノ酸

を結び付ける分子であるが、本研究では tRNA が機能

する上で必須である、立体構造の安定化やコドン認識に

関わる硫黄修飾塩基の生合成機構の解明を目的とする。 

 理化学研究所横山茂之グループによる先行研究により、

好熱菌 tRNA54位硫黄修飾酵素である TtuA についてす

でに結晶構造を得ていた。決定した構造をもとに、活性

部位の3つの保存されたシステイン残基や ATP 結合部位

と推定される部位について、高度好熱菌 Thermus 
thermophilus の相補系を構築し、変異体解析を共同研

究により行った。その結果、ATP 結合部位や3つのシス

テイン残基いずれも硫黄修飾反応に重要であることが明

らかになった。上記の結果は国際誌 Proteins に投稿、

受理された。 

 また試験管内でより詳細に反応機構を解析するために、

放射性同位元素や高速液体クロマトグラフィー装置を用

いて反応効率を定量する手法を確立した。特に高速液体

クロマトグラフィー装置については、オートサンプラー

を追加設置し、迅速に自動で反応効率を定量する系を構

築することができた。これらの系を用いて硫黄修飾反応

機構について初歩的な解析を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質合成系、転移 RNA、RNA 
修飾、タンパク質翻訳後修飾 

 

［研 究 題 目］臨床分離脳腫瘍由来のがん幹細胞に特異

的に作用する化合物の探索研究 

［研究代表者］新家 一男（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］新家 一男（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 がん細胞の特徴は、高い増殖力、細胞の不死化、周辺

組織への浸潤や転移など代表的であるが、全てのがん細

胞がこのような特徴全てを持っているわけでは無く、実

際にこれらの特徴を併せ持ち、ヒトや動物に癌を生じさ

せたり、進行させる能力（造腫瘍能）があるものは、全

体のごく一部である。そういった違う機能を持ったがん

細胞を作り続ける最も未分化な細胞をがん幹細胞と呼ば

れ、がんがこの幹細胞様の細胞から発生・進行するとい

う仮説（がん幹細胞仮説）が提唱されている。がん化学

療法において、薬剤耐性を含めた問題を克服するために

も、このがん幹細胞を叩かなければならないと考えられ

るようになってきており、がん幹細胞に対して作用を示

す化合物の発見が望まれている。 

 平成24年度は、がん幹細胞モデルとして、がん患者由

来 の 二 種 類 の 膠 芽 腫 ［ グ リ オ ブ ラ ス ト ー マ 、

Glioblastoma multiforme（GBM）］を用い、sphere 形

成および sphere 形成したがん幹細胞特異的に細胞死を

誘導する二つのアッセイ系について、約30万の天然物ラ

イブラリーを用いてスクリーニングを行った。 
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 本スクリーニングの結果、27個の化合物をヒット化合

物として得ることに成功した。これらの中には、アクチ

ン重合阻害剤である cytochalasin など活性発現メカニ

ズムから、sphere 形成阻害を示すことが予測されるよ

うな化合物もあったが、未知のメカニズムによって

sphere 形成あるいは sphere 状態で細胞死を誘導する化

合物も含まれていた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がん幹細胞、スクリーニング、天然化合

物ライブラリー 

 

［研 究 題 目］ヒストンシャペロン TAF-Iβ－ヒストン

（H3－H4）2複合体の X 線結晶構造解

析 

［研究代表者］赤井 祐介（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］赤井 祐介（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 真核生物におけるヌクレオソームの構造変換は、ヒス

トン上の翻訳後修飾などのエピジェネティック情報の伝

達に必要不可欠であり、その分子機構の解明が期待され

ている。本研究では、DNA 複製過程においてヒストン 

(H3-H4)2四量体の運搬に関わるとされる TAF-Iβとヒ

ストン (H3-H4)2四量体との複合体の結晶構造を決定し、

得られた結晶構造に基づいて遺伝学的・生化学的・生物

学的解析を行うことでエピジェネティック情報伝達機構

のメカニズムを解明することを目的する。これまでに

TAF-Iβ-(H3-H4)2複合体の結晶が得ることに成功した。

しかし、結晶成長に数ヶ月を要することから、効率よく

良質な複合体の結晶を作製する必要があり、以下の実験

を行った。結晶化条件を元に、緩衝液の種類や濃度、沈

殿剤や蛋白質濃度などを細かく検討し、シーディング法

と組み合わせて結晶化を行った。複合体の結晶成長に最

適な蛋白質の発現領域を選び出すため、トリプシンによ

る限定分解や相互作用解析などを行い、複合体の安定性

や物理的性質を検証した。現在、種々の複合体の物理的

安定性を検証しながら、継続的に結晶化を進めている。

得られた結晶を用いて X 線回折データを収集し、分子

置換法による構造計算を試みたが、未だ構造決定には至

っていない。引き続き、クライオプロテクタントの種類

や結晶のソーキング時間を検討することにより、高分解

能のデータの収集を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］DNA 複製、ヌクレオソーム、ヒストン

シャペロン、蛋白質立体構造解析 

 

［研 究 題 目］エックス線結晶構造解析で用いるタンパ

ク質結晶の質を大きく改善する手法の開

発 

［研究代表者］千田 俊哉（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］千田 俊哉、千田 美紀 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多段階でクライオプロテクタント溶液にソーキングす

る手法を確立し、CagA 結晶の質を10Å 分解能から3.1Å
分解能に改善した。二段階で二種類の異なる種類のクラ

イオプロテクタント（トレハロース＋PEG1000もしく

はトレハロース＋PEG4000）にソーキングした場合に

は、CagA の N 末端側（1-261番）のドメインの電子密

度が明瞭ではなく完全なモデルを組み立てることが困難

であった。そこでこの方法をさらに進化させ、三段階で

三種類の異なる種類のクライオプロテクタント（トレハ

ロース＋PEG1000＋PEG400もしくはトレハロース＋

PEG4000＋PEG400）にソーキングしたところ、N 末端

側（1-261番）のドメインが明瞭になり、最終的には1-

876番のモデルを組み立てることができた。得られた

CagA の X 線結晶構造解析については、論文発表を行っ

た（Hayashi et al., Cell Host and Microbe. 12, 20-
33）。 

 CagA の結晶構造を決定するまでの段階で収集した

1045個の結晶からの回折データを詳細に分析した結果、

多段階でクライオプロテクタントにソーキングする手法

「multi-step soaking method」は結晶の質を改善する

ために有効であることが明らかになった。そこで、我々

のグループで結晶構造解析を試みている他のタンパク質

結晶にこの方法を適用して結晶の質を改善することを試

みた。その結果、当初3.5Å 分解能の回折しか生じなか

った結晶の質が最終的には2.1Å まで改善され、2.5Å 分

解能以上の回折を生じる結晶の割合も10%程度から50%
程度まで大幅に向上した。この結果から、multi-step 
soaking method の有効性が確かめられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］結晶化、結晶工学、クライオプロテクタ

ント、分解能 

 

［研 究 題 目］ミトコンドリア内膜トランスポーターの

立体構造解析と輸送メカニズムの解明 

［研究代表者］竹内 恒（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ミトコンドリアは、生体機能の維持に不可欠なエネル

ギー生産、代謝物の生合成を司る真核生物の細胞小器官

である。この機能発現の中核を担うミトコンドリアトラ

ンスポーター（MTP）はミトコンドリア内膜に存在す

る膜蛋白質群で、様々な低分子代謝原料をミトコンドリ

アに供給するとともに、代謝産物を細胞質に輸送する。

またヒト遺伝子中にある約50種の MTP のうち少なくと

も13種が病態関連遺伝子であり、MTP の重要性は明ら
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かである。本研究の目的は MTP の発現精製系を確立し、

立体構造を解析することにより、その輸送メカニズムを

解明することである。本研究ではまずヒトの疾患との関

連が明らかな13種の MTP の大腸菌発現系を確立し、安

定同位体標識が可能な M9最小培地における発現および

精製条件の検討を行った。その結果、UCP1、ORC1、

CAC、ODC（36K）と GC1（38K）で良好な発現量が

観察された。しかしながら発現した MTP はすべて不要

性画分に移行しており、様々な界面活性剤をもちいた可

溶化を検討したが、十分な効率での可溶化には成功して

いない。最近、海外のグループがマウス UCP2の大腸菌

を用いた発現および構造解析に成功した。一方本件では

ヒト UCP2は発現していない。これを鑑みると異種由来

の MTP をより広く解析候補とするなどの工夫が必要と

考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核磁気共鳴、膜タンパク質、タンパク質

発現 

 

［研 究 題 目］ヒト由来膜タンパク質の NMR 構造解析

に向けた基盤研究 

［研究代表者］竹内 恒（バイオメディシナル情報研究

センター） 

［研究担当者］竹内 恒（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 酵母 K. lactis における重水素化、メチル選択13C 標識

を検討した。NMR による立体構造解析においては安定

同位体標識したタンパク質を大量に得ることが必要であ

り、一般に大腸菌発現系が用いられるが、ヒト由来膜タ

ンパク質など大腸菌での発現が困難なタンパク質も存在

する。そのような場合には酵母を用いた発現が有効であ

る。近年、我々は酵母株 K. lactis に注目し、本酵母が

真核生物を用いた安価な安定同位体標識に有効であるこ

とを示してきた。そこで本研究では酵母株 K. lactis を

用いたタンパク質の重水素化および重水素化背景におけ

る選択的メチル標識を検討した。まず重水素化条件にお

けるタンパク質発現を検討した結果、培養中に新たな培

地を徐々に加える  “Fed-Batch” 行い、前培養における

D2O 馴化行うことが有効であることを見出した。最適条件に

おける重水素化率は約95%と算出され、Pichia pastoris に

おいて Morgan らによって達成された平均重水素化率80%
を大きく凌駕し、かつより均一であったことから、酵母株 K. 
lactis の重水素化における有用性を示すことができた。一方

メチル選択標識の効率はアミノ酸合成酵素の細胞内局在

やミトコンドリア上のトランスポーターの有無に大きく

左右されたが、アミノ酸合成酵素の共発現により標識効

率を向上させることに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］核磁気共鳴、膜タンパク質、タンパク質

発現 

［研 究 題 目］TFIID 複合体を中心としたヌクレオソー

ム構造変換機構の立体構造基盤 

［研究代表者］千田 俊哉（バイオメディシナル情報研

究センター） 

［研究担当者］千田 俊哉（他2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに得られていた TAF7の純度が90%程度と不

十分だったので、純度向上のための精製法を改善した。

純度95%の精製タンパク質を用いて結晶化を行ったが、

結晶は得られなかった。精製後のサンプルの状態を確認

するためにプロテアーゼによる限定分解や、CD スペク

トルによる2次構造の解析を行ったところ、構造形成領

域と天然変性領域が共存することが示唆された。そこで、

安定同位体ラベルしたタンパク質を用いて NMR 測定を

行ったところ、大部分の領域が決まった構造を持ってい

ないらしいことが分かった。以上の解析から、TAF7単
独では立体構造を形成しない天然変性タンパク質で、相

互作用相手と相互作用することで始めて明確な立体構造

を形成することが示唆された。そこで、TAF7の立体構

造を安定化させるための TAF7と相互作用する TAF1の
各種ドメインを精製し、共結晶化を行うこととした。

TAF1の HAT ドメイン周辺は、ユビキチン様ドメイン-

HAT ドメイン-ユビキチン化酵素ドメイン（E1/E2ドメ

イン）-RAPID ドメイン（TAF7と直接結合するドメイ

ン）-HMG ボックス（DNA 結合ドメイン）という構成

になっているので、これらのドメイン及びその組み合わ

せについて精製を行う事にした。これまでに、ユビキチ

ン様ドメイン、HAT ドメイン、HAT ドメイン-E1/E2

ドメイン、E1/E2ドメイン-RAPID ドメイン、RAPID
ドメイン、HMG ボックス下記のドメインについて His
タグ融合タンパク質を大腸菌にて発現させるためのコン

ストラクトを構築した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］TFIID、転写、天然変性領域、結晶化、

構造解析、相互作用 

 

［研 究 題 目］随意運動に先行する脳活動の同定－セン

トラルコマンド発生機構の探索 

［研究代表者］松川 寛二（広島大学） 

［研究担当者］小峰 秀彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、松川 寛二（広島大

学）、定本 朋子（日本女子体育大学）、 

浜岡 隆文（立命館大学）、梁 楠（広

島大学）、丹 信介（山口大学） 

（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

心拍数は随意運動の開始に数秒先行して増加する。自

律神経系や心臓洞結節での遅延を考慮すると、高位中枢

は少なくとも運動開始の約10秒前には活動を開始し、自

律神経系へ下降性制御信号（セントラルコマンドと呼ぶ）
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を送らねばならない。本研究はセントラルコマンド発生

源を探索しその遠心性経路や活動様式を解明することを

目的とし、ヒトや実験動物を用いた相補的な研究を実施

した。 

 1)ヒトを用いた研究: 昨年度に開発した運動解析シス

テムを用いて、自転車運動の時間経過や筋力動態を精密

に評価した。全頭型多チャンネル近赤外分光法を用いて、

運動開始前後や運動中にみられる大脳皮質各部の酸素化

ヘモグロビン動態（Oxy-Hb）を計測した。Oxy-Hbは局

所脳組織血流量を反映し間接的に脳活動量に対応する。

頭蓋上のプローブ配置から、デジタイザを用いて計測部

位を標準脳に投影した。その結果、大脳皮質前頭前野の

脳活動の増加は運動開始に約10秒先行するが運動中に持

続しない事、逆に運動関連領域の脳活動は運動中に増え

るが運動開始には先行しない事を解明した。 

 2)動物を用いた研究: 視床下部尾側部で除脳した動物

は自発運動を誘発できる。除脳下で起こる自発運動を随

意運動モデルとして、運動開始に先行する脳活動を探索

した。特に中脳腹側被蓋野（VTA）がセントラルコマン

ドの発生に関与するという仮説を調べるため、VTAの組

織脳血流量をレーザー血流計で記録した。その結果、自

発運動開始に同期してVTA組織血流量は増加した。c-
fos染色で自発運動中に興奮する脳幹活動部位を網羅的

に探索すると、c-fos陽性細胞がVTA内において観察さ

れた。以上の所見は、自発運動と対応する中脳VTA脳活

動の存在を示唆する。ヒトの研究結果を一緒に考慮する

と、大脳皮質前頭前野は中脳VTAにある神経回路をトリ

ガーしてセントラルコマンドを発生させる、という新し

い仮説が考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］セントラルコマンド、中枢性循環制御、

随意運動、大脳皮質、動脈血圧反射 

 

［研 究 題 目］筋活動と早期がんの画像診断を目的とし

たマイクロ波局所糖代謝イメージング 

［研究代表者］宮川 道夫（新潟大学） 

［研究担当者］谷川 ゆかり（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）、宮川 道夫（新潟大

学）、山田 幸生（電気通信大学）、 

木塚 朝博（筑波大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

ヒトが筋運動を行う際に主たる筋力を供給する内側筋

（インナーマッスル）の活動状態の研究について、従来、

MRI を用いた筋断面の形状変化計測が行われており、

機能計測法の開発についてはほとんど手がつけられてい

ない。一方で、スポーツ科学やリハビリテーション科学

の研究から、近年、諸筋肉間の協調動態の解明が求めら

れるようになった。マイクロ波局所糖代謝イメージング

の技術を用い、糖代謝の画像化を行い、筋活動を近赤外

光を利用した拡散光トモグラフィーで計測し、ヘモグロ

ビン変化の断層画像再構成を行うことで深部筋肉の機能

画像を作製し、両者を比較することによって、相補的に

諸筋肉間の協調動作状態の解明を目指す。 
平成24年度は、光学ファントムを用いて画像再構成ア

ルゴリズムの検証・改良を行った。また、計測精度の向

上を目指して生体計測用の冶具等の改良を行った。さら

に、この冶具を用いてヒト前腕を対象とした拡散光トモ

グラフィー計測を行った。得られた結果から、画像再構

成アルゴリズムを用いてヘモグロビン変化の断層画像を

再構成し、MRI 画像との比較により、活動のあった筋

肉群を調べた。また、平成23年度までに取得したデータ

についても改良したアルゴリズムで再構成を行い、得ら

れた画像の検討を行った。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］拡散光トモグラフィー、光を用いた筋活

動計測、画像再構成アルゴリズム 

 

［研 究 題 目］時空間変調に基づく光－超音波融合高機

能生体イメージング法の開発 

［研究代表者］椎名 毅（京都大学） 

［研究担当者］新田 尚隆（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、光と超音波による計測技術の高度融合を

目指し、様々な形で双方の時間的・空間的変調を講ずる

ことで、光と超音波信号が担う情報の伝達と統合を図り、

双方の信号の利点を生かした生体特徴量の抽出法を開発

することを目的とする。産総研では、超音波振動をレー

ザードップラー計測により捉えて微小サンプルの弾性評

価技術の開発を担当した。微小サンプルとしては摘出し

た再生軟骨組織を扱い、当該計測技術の医療応用の基礎

的な検討を行った。 

今年度は、レーザードップラー計測値を試料の弾性率

値に変換する校正方法について検討した。本計測法は、

測定対象となる試料に対して超音波振動を与え、その際

に試料表面で発生する粒子速度をレーザードップラーで

計測する。それを時間積分することで変位を求め、微小

ひずみに変換する。均質媒質を仮定すると印加音圧が一

定ならば微小ひずみと弾性率は反比例の関係にあるので、

既知の音圧を微小ひずみに作用させて弾性率を求めるこ

とができるが、実際には音響インピーダンスの影響を受

けるために仮定は成り立たず、正確な校正係数の決定が

困難であり、故に定量的な弾性率を算出できなかった。

そこで、試料の境界条件を考慮したモデル化を行い、平

面波音圧の透過率を計算したところ、透過率自体は小さ

いが、試料の弾性率の変動によらず一定と見なせること

を見出した。この知見をもとに、校正用試料を用いて校

正係数を決定し、再生軟骨サンプルの弾性率を算出した

ところ、静的な圧縮試験で得られた弾性率と同オーダー
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となり、かつ高い相関を示した。これにより提案手法の

妥当性が確認された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波、光、融合計測 

 

［研 究 題 目］音響放射力を伴う超音波の生体組織への

影響 

［研究代表者］秋山 いわき（同志社大学） 

［研究担当者］新田 尚隆（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

超音波を用いて生体内部で音響放射力を発生させ、弾

性評価を行う技術が最近実用化された。この技術では、

従来よりも高強度で持続時間が長い超音波パルス（音響

放射力インパルス）が用いられており、温度上昇やキャ

ビテーションの発生に伴う生体組織への影響について関

心が高まっている。そこで本研究では、最終的には動物

実験を行い、音響放射力インパルスによる生体作用を調

査する。産総研は、基礎データとなる超音波出力と温度

上昇との関係について調査を担当し、今年度は、超音波

照射下の温度測定システムの構築と生体模擬材料

（TMM）等を用いた温度上昇評価を行った。 

構築した超音波照射下温度測定システムは、超音波の

焦点位置に細径熱電対を置き、超音波が照射されたとき

の媒質内の温度上昇を熱電対で測定するものである。超

音波振動子中心には熱電対刺入用の細径穴を開け、ビー

ム軸と熱電対を同軸に置くことで焦点と熱電対との位置

ずれが最小化されるようにし、またカーブフィット法を

適用して超音波吸収由来の温度上昇のみ測定できるよう

にした。さらに温度波形を高速・高感度で捉えるため、

熱起電力を超低雑音プリアンプで増幅し、高速・大容量

で記録可能なシステム構成とした。 

本システムを用いた温度評価では、軟組織モデルとし

て IEC60601-2-37準拠の TMM を、骨含モデルとして

吸音板を埋め込んだものをそれぞれ製作した。超音波出

力の範囲は、実際に用いられている音響放射力インパル

スのレベルを考慮し、パルス持続時間、キャビテーショ

ン発生の目安である MI、パルス繰返し周期、パルス照

射回数を各々数通りずつ変えながら設定した。その結果、

空間ピーク-時間平均強度と温度上昇には比例関係が見

出され、軟組織モデルよりも骨含モデルの方が高い温度

上昇を示した。この傾向は、生体熱輸送方程式を用いた

シミュレーションでも再現された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波、音響放射力、生体作用 

 

［研 究 題 目］筋萎縮性側索硬化症療養者の病態生理に

基づく革新的な意思伝達手段開発に関す

る研究 

［研究代表者］中山 優季（東京都医学総合研究所） 

［研究担当者］長谷川 良平、中村 美子（ヒューマン

ライフテクノロジー研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

重度運動機能障がい者を対象とした意思伝達支援装置

「ニューロコミュニケーター」を開発した。装置の早期

の製品化を実現するために、基盤技術である 1）小形

無線脳波計 2）脳波計を搭載したヘッドギア 3）脳内

意思伝達解読手法 の開発を中心に、刺激提示方法の工

夫や患者の療養環境で良好な精度で使用できる機器に改

良することを本研究の目的とした。 

具体的には、「ニューロコミュニケーター」の想定ユ

ーザーである筋萎縮性側策硬化症（ALS）をはじめと

した重度運動機能障がい者を対象として、試作機の実証

実験を行った。同時に、プロトタイプ試作機のモニタリ

ングから得られた知見を元に装置に改良を加え、健常者

にて試用試験を行った。 

その結果、重度運動障がい者による意思伝達精度は、

対象者の脳内意思を予測するためのモデルを生成するセ

ッション（トレーニングセッション）および予測モデル

を検証するためのセッション（テストセッション）とも

に平均正答率95.8%を得た。意思伝達効率について、良

好な成績を得た一方で、全ての実験工程を完了すること

が困難であったものも同時に多数件に上った。その原因

として、家電製品のアーチファクトなど排除しづらい環

境的要因と、実験協力者の病態に起因すると考えられる

集中力の低下や画面注視の困難などユーザー側の心身的

要因が挙げられる。これらの結果を受けて、装置使用時

の疲労度を考慮した刺激呈示方法や電極装着方法の検討

を多方面より行い、システム全体の見直しと改良を行い、

現在も早期製品化に向け遂行中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］筋萎縮性側索硬化症（ALS）、意思伝

達、実証実験 

 

［研 究 題 目］皮質および内包損傷動物モデルを用いた

把握機能回復に関わる神経システムの解

明 

［研究代表者］村田 弓（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］村田 弓、肥後 範行（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

脳損傷後の機能回復の背景には神経回路の可塑的変化

による代償機能が関わっていると考えられるが、メカニ

ズムの理解は不十分である。本研究課題は、脳機能イメ

ージングと薬理学的手法を用いて、脳損傷後の機能回復

に関わる脳領域を明らかにすることを目的に行った。 

モデル動物にヒトと脳筋骨格構造が類似しているサル

を用いた。第一次運動野の手を支配する領域に薬物によ

る不可逆的な損傷を作成した。損傷作成の前後に、母指
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と示指で小さな物体を把握する「つまみ動作」を行って

いる時の脳血流を、PET を用いて測定した。その結果、

第一次運動野損傷後につまみ動作が回復した時期には、

損傷前と比較して、損傷半球の運動前野腹側部の脳活動

が上昇する傾向が認められた。 

この脳活動上昇が機能回復に関わっているかを調べる

ために、運動前野腹側部の活動を、薬物を用いて一時的

に抑制し、つまみ動作の遂行にどのような影響が出るか

損傷前後で比較した。その結果、損傷後は回復していた

運動麻痺が再び生じて、つまみ動作が困難となった。こ

の結果は、PET による脳機能イメージング実験で認め

られた損傷半球の運動前野腹側部の脳活動の上昇と把握

動作の回復の関連を支持すると考えられる。以上の結果

から、第一次運動野の損傷周辺の領域および運動前野腹

側部が機能回復に関わっている可能性が示唆された。 

さらに、ヒトの脳卒中好発部位である内包に限局した

損傷を作成するモデルの構築に取り組んだ。 

以上の研究結果から、脳損傷後の機能回復のメカニズ

ムや機能回復への運動訓練の影響を解明するための神経

科学の知見として有益な情報が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］リハビリテーション、霊長類、病態モデ

ル、機能回復、神経可塑性 

 

［研 究 題 目］推論の複雑性に関する圏論的アプローチ 

［研究代表者］Phillips Steven（ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門） 

［研究担当者］Phillips Steven、武田 裕司（ヒュー

マンライフテクノロジー研究部門）、 

麻生 英樹（知能システム研究部門） 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、圏論に基づいて複雑な事象に対する

ヒトの認知メカニズムを理解することにある。この目的

に沿って、実験的研究と理論的研究を行った。 

 実験的研究：我々が提案している圏論的アプローチで

は、直積および直和の引数が認知的複雑性を定義してい

ると想定している。昨年度までに行った実験的アプロー

チでは、視覚探索課題における直積の引数（標的を定義

している特徴の次元数）を系統的に操作し、前頭－頭頂

間の位相同期性が引数の増加に応じて強くなることを明

らかにした。そこで本年度は、認知課題における直積と

直和の双対原理を確認するため、直和の引数を段階的に

操作し、前頭－頭頂間位相同期性との関係性を検討した。

実験参加者は画面上に提示されたオブジェクトが乗り物

か否かの判断をするカテゴリ判断課題を遂行した。オブ

ジェクトは1個のシルエット、2個あるいは3個に空間的

に分割されたシルエットで提示され（引数1～3に対応）、

分割されている刺激を判断するにはオブジェクトを結合

する（直和を求める）必要があった。実験の結果、引数

の増加にともなって刺激提示後200-400ms×30-40Hz 帯

域の前頭－頭頂間位相同期性の増加が観察された。この

結果は、昨年度の直積を検討した視覚探索の結果（引数

の増加に伴う175-225ms×30-38Hz 帯域位相同期性の増

加）とオーバーラップしている。カテゴリ判断課題を用

いた直和の結果について更なる分析が必要であるものの、

これらの結果を総合すると、複雑な認知における圏論的

計算原理が前頭－頭頂間の位相同期によって実装されて

いるとする仮説を一般化できる可能性を示している。 

 理論的研究：これまでの圏論的アプローチを発展させ、

数学や言語などにおいて扱われているような再帰的構造

にも適用できるように拡張した (Phillips & Wilson, 
2012, in press)。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］圏論、直和、直積、脳波、位相同期性、

前頭－頭頂皮質 

 

［研 究 題 目］並列処理に基づく物体認識アルゴリズム

に関する研究 

［研究代表者］市村 直幸（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］市村 直幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度の研究成果は大きく2つある。1つ目は、高解像

度動画に対し並列処理を用いた特徴抽出を適用し、その

速度評価を行ったことである。この際、CPU、GPU
（Graphics Processing Unit）間のバスが高速化された

（PCI Express Gen3を導入した）ことから、両プロセ

ッサに処理を振り分けるハイブリッド型の計算方法を採

用した。並列化が容易なフィルタリング、特徴点位置探

索等の処理は GPU により並列実行し、スレッドの同期

の問題から単純な並列化ができない特徴点の位置リスト

の生成処理は CPU で逐次実行した。その結果、デジタ

ルシネマ等で使用される 4k2動画フォーマット

（4096x2304画素から100万の特徴を約1秒で抽出可能な

処理速度（1µs/特徴）を達成している。国際会議、解

説論文、技術セミナーでの講演を通じ、これらの成果普

及に努めた。 

 2つ目は、画像から抽出される大量の特徴ベクトルの

高速な対応付けのために、ベクトル量子化に基づく近似

最近傍法に関する研究開発を行ったことである。大量の

特徴ベクトルを対応付ける場合、計算時間の削減と共に、

記憶容量の削減も問題となる。この問題の解決のために、

直積ベクトル量子化による特徴ベクトルの圧縮と構造化

の利用を検討した。最初に、約30万の特徴ベクトルを有

する小規模のデータベースを作成し、それに対して数万

のクエリで検索する実験環境を用意した。そして、その

環境で、直積ベクトル量子化を適用した場合の、探索精

度、圧縮率、計算時間の関係を考察した。結果、例えば、

90%以上の精度を保った状態で、データベースを約6%
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に圧縮でき、計算時間も枚挙的な最近傍探索に比べ約40

倍高速化できることを確認した。現在、より大規模のデ

ータベースでの対応付けやシーン認識、処理の並列化等

についての検討を進めており、特徴抽出も含めて、研究

は順調に推移していると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］画像処理、画像特徴量、並列処理、

GPU 

 

［研 究 題 目］孤立した大地震被災地の初動救命活動を

支援する可搬動力システムの開発 

［研究代表者］佐藤 満（昭和大学） 

［研究担当者］井野 秀一（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、佐藤 満（昭和大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

水素吸蔵合金の加熱による水素圧を利用したアクチュ

エータは、小さな装置形状ながら極めて大きな出力が得

られ、太陽光や環境内の余剰熱を用いての駆動が可能と

いう他のアクチュエータにはない特徴をもつ。地震等で

孤立した被災地での初期救命活動はもっぱら人力で行わ

ざるを得ないが、その際に利用可能な小型軽量で徒歩可

搬性に優れ、電源や化石燃料を用いずに瓦礫下からの救

助作業を支援する携帯動力システムの開発が本課題の目

的である。まず、最もシンプルで可搬性に優れた閉鎖空

間拡大用昇揚装置（ジャッキ）の開発の基礎となる技術

要素として、水素密閉に優れた円盤状の多段伸縮型昇降

機構にてジャッキを構成して、高出力に対応させる基礎

技術を構築した。具体的には、水素用シーリング部材を

施した装置の外殻を兼ねる伸縮機構の試作と、外殻部に

内包される二重シーリング部材の選定と設計を実施して

いる。また、本課題では太陽光など環境における熱源で

の駆動、固形燃料や瓦礫の燃焼による駆動など、エネル

ギー供給が遮断されている被災地の状況に適した駆動手

法の確立も重要な課題である。そのひとつとしてこれま

でに、生石灰の加水反応を利用した小型熱源ユニットの

発熱特性の検証を実施し、装置外殻部に装填することで

昇揚動作を開始する熱源機構の設計を実施した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］防災、救助資材、アクチュエータ、水素

吸蔵合金、熱駆動 

 

［研 究 題 目］雨天時の視覚障害者の歩行環境整備に関

する研究 

［研究代表者］上田 麻理（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］上田 麻理（他1名） 

［研 究 内 容］ 

雨天時に生じる傘の降雨騒音により、環境騒音レベル

は大幅に上昇することが確認されている。降雨騒音の上

昇により、視覚障害者が屋外歩行時に情報源とする聴覚

情報の聴取妨害を引き起こし、交通事故等の危険性があ

ることが問題となっている。そこで、本研究では傘の降

雨騒音を低減し、歩行の安全を確保するための支援策の

提案及び、屋外の聴覚情報の聴き取りに関する評価手法

を構築することを目的とした。これまで、傘の雨滴音の

制振性に関する検討結果に基づき、降雨騒音制御傘の開

発とその評価、音響環境計測聴覚情報の聴き取り及び話

しやすさ関する評価実験とその手法開発、マスキングモ

デルの構築を行ってきた。今年度は、降雨騒音傘を例と

した晴眼者の音環境の価値評価に関する経済評価実験と

して開発した降雨騒音低減傘の販売価格を設定する際の

参考にすること及び、低減傘から得られる様々な効用

（メリットなど）より定量化することを目的とした。対

象はまずは、低減傘の主な利用者ではない晴眼者を対象

として実験を実施した。降雨騒音低減傘から得られる静

穏な音環境に対する視覚障害者及び、聴覚障害者等の利

用者以外からの認識を高めるためには、それらに潜在す

るサービスを明示することが重要であることが明らかに

なった。低減傘のサービス評価を題材とした CVM によ

り検討した結果、静穏性以外にサービスを具体的に明示

した場合には WTP の推定金額が異なり、またサービス

の内容によってもその結果が異なることが示唆された。

今後は、低減傘の主な利用者である視覚障害者の評価と

の比較など、使い手の条件を変えた検討や、様々なサー

ビスを教示に加えた実験を行い、音環境のサービス評価

の実践に向けた検討を行う。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視覚障害者、歩行環境、雨天時、降雨騒

音、音響情報、遮蔽レベルの客観評価

手法 

 

［研 究 題 目］選択反応時間タスクを用いた脳梗塞片麻

痺の回復過程の解明 

［研究代表者］金子 秀和（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］金子 秀和（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 脳機能障害のリハビリテーション過程は、感覚や運動

機能の再学習と密接に関連しており、リハビリテーショ

ン技術の高度化のためには脳の可塑性や学習過程の解明

が欠かせない。我々は、脳梗塞後のリハビリテーション

過程においても、鳥の歌学習と同様に感覚学習期から運

動学習期へと段階を経た学習過程が存在し、それに応じ

た適切な機能回復訓練法あるいは訓練時期が存在するの

ではないかと考えている。本研究では、感覚運動機能の

左右差を評価可能な新規ラット用選択反応時間タスクを

脳梗塞片麻痺ラットに行わせ、脳損傷後の回復過程にお

いても感覚学習期から運動学習期への学習過程の変遷が

見られることを実証し、リハビリテーション技術の高度
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化に寄与する。 

 前年度までに、健常ラットに選択反応時間タスクの逆

転課題を学習させ、利き手の違いに着目して学習曲線を

解析することで、一般の感覚運動連合学習が感覚学習期

と運動学習期からなるのではないかとの知見が得られて

いる。また、本タスクを脳梗塞片麻痺ラットに適用する

ことで対側前肢を用いる感覚運動学習の過程が遅延する

ことを明らかにした。今年度は、昨年度と同様に本タス

クを脳梗塞片麻痺ラットに行わせ、脳損傷後の回復過程

においても感覚学習期から運動学習期への学習過程の変

遷が見られるかどうか検討した。その結果、麻痺側前肢

の感覚機能が障害されたことに伴う成績の低下が逆転学

習初期に現れて消失し、その後、運動機能が障害されて

いたことに伴う成績の低下が顕著に現れた。脳損傷によ

る左右前肢の感覚機能の違いによる成績の差が運動機能

の違いによるものよりも先に消失していたことから、感

覚系に関連した学習が運動系に関連した学習に先行して

いるのではないかという知見を得た。 

 本研究成果は、一般の感覚運動連合学習やリハビリ訓

練において、感覚系に関連した学習の上に運動系に関連

した学習が成り立っていることを示唆するものであり、

リハビリ訓練法を開発する上で有用な知見であると考え

ている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］リハビリテーション、脳神経疾患、脳・

神経、神経科学、動物 

 

［研 究 題 目］視覚における非意図的な時間文脈ベース

の予測に関する脳内情報処理モデルの構

築 

［研究代表者］木村 元洋（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］木村 元洋（常勤職員1名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

“備えあれば憂いなし”という諺があるが、これは脳

の情報処理についてもよく当てはまる。人間が環境に適

応する上で最も重要な機能の一つが“予測”である。

我々を取り巻く環境には常に様々な事象が生起している

が、脳の処理資源には限界があり、それらすべてを同時

に処理することはできない。そこで我々の脳は、この処

理資源の限界を補うべく、環境中に起こりそうな事象を

様々な方法で予測するという方略をとっている。例えば、

我々を取り巻く視覚環境には、常時膨大な数の視覚オブ

ジェクトが存在し、その多くはその見えを時々刻々と変

化させている（人や動物、車、飛んでくるボールなど）。

近年の研究から、我々の脳には、視覚オブジェクトの時

間的文脈（動きや変化のパターン）からルールを抽出し、

そのオブジェクトが次にどのように変化するかを意図に

関わらず自動的に予測する機能が備わっていることが示

唆されている：“非意図的な時間文脈ベースの予測”。本

研究の目的は、この非意図的な予測の脳内情報処理メカ

ニズムを解明することであった。脳波の一種である事象

関連脳電位（event-related brain potential: ERP）を用

いた電気生理学実験を通し、この非意図的な予測を反映

する二種類の脳活動の同定に成功した：（1）予測された

事象と実際の事象が不一致の際に生起する視覚ミスマッ

チ陰性電位（visual mismatch negativity: VMMN）、

および（2）予測された事象と実際の事象が一致した際

に生じる、視覚誘発電位（visual evoked potentials: 
VEPs）の増強（P1および N1成分）および抑制（P2成
分）。さらに、これらの ERP 成分に関する脳内発生源

の推定、および発生源間の時間関係の分析結果に基づき、

視覚における非意図的な時間文脈ベースの予測が、視覚

皮質－前頭前野間の双方向性（フォードフォワード・フ

ィードバック）のネットワークにより達成されていると

する脳内情報処理モデルを提案した。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］予測、視覚、脳波、事象関連脳電位 

 

［研 究 題 目］運動中の血圧が加齢に伴って上昇するメ

カニズムの解明 

［研究代表者］小峰 秀彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］小峰 秀彦、横井 孝志、菅原 順 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、運動中の血圧が加齢に伴って上昇す

る現象について、運動中の動脈血圧反射に着目して、そ

のメカニズムを解明することである。これにより、高齢

者が安全に運動するための運動プログラム構築に貢献す

ることを目指す。 

ヒトの動脈血圧反射調節を大動脈血圧反射と頸動脈血

圧反射に分け、それぞれが循環調節に与える影響につい

て調べた。具体的には、一過性の血圧変化が生じた時に、

変化した血圧情報を頸部陰圧陽圧付加装置にフィードバ

ックし、頸動脈圧受容器反射の影響を除外して大動脈血

圧反射の影響のみを調べる手法を開発し、実験を行った。

血圧変化情報を頸部陰圧陽圧負荷装置にフィードバック

しない場合、動脈血圧変化に伴って推定頸動脈血圧も変

化し、動脈血圧反射応答（頸動脈血圧反射＋大動脈血圧

反射）としての心拍変化が観察された。一方、血圧変化

情報を頸部陰圧陽圧負荷装置にフィードバックすると、

血圧は変化するものの推定頸動脈血圧は維持され、大動

脈血圧反射調節のみが機能したと考えられた。その結果

生じる心拍応答は、血圧情報をフィードバックしない場

合の半分程度に減弱した。したがって、ヒトの動脈血圧

反射調節による心拍制御は、頸動脈血圧反射および大動

脈血圧反射が同程度に影響していることが明らかになっ

た。我々は、大動脈血圧反射の抑制が運動時の心拍上昇

に関与することを動物実験によって明らかにしており、
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ヒトにおいても運動時の心拍上昇に大動脈血圧反射が関

わる可能性がある。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］血圧、加齢、運動、動脈血圧反射 

 

［研 究 題 目］視知覚の「まとまり」を支える脳内ダイ

ナミクス 

［研究代表者］小村 豊（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小村 豊（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々は、外界の事象を一つのまとまりとして認知して

いるが、脳のなかでは、視覚、聴覚、触覚といった異な

る感覚種ごとに、また同一の感覚種のなかでも異なる感

覚特徴ごとに、いったん分解されて、処理されてしまう。

本研究は、脳は、いったん分解された情報をどのように

統合するのかという問題に迫るため、モデル化しやすい

視覚系を選んで、色と動きの情報統合を要求する課題を

遂行させた動物を用いている。本年度は、ほぼすべての

視覚皮質と解剖学的結合を有している視床枕に微小電極

を挿入し、課題遂行中のニューロン活動を多数記録した。

記録したニューロン活動パターンを大別すると、視覚刺

激呈示期間中のみに応答するタイプと、その期間に限ら

ず、視覚刺激呈示前から行動選択に至るまでの期間に応

答するタイプに分けられた。前者のタイプを詳細に解析

すると、色または動きに選択的に応答するニューロン、

特定の色と動きの組み合わせに応答するニューロン、さ

らに、視覚特徴によらず、色と動きの組み合わせ率に相

関して応答強度を変化させるニューロンに分類できた。

今後、各タイプのニューロンが果たす役割を詳細に解析

していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］視覚、色と動き、統合 

 

［研 究 題 目］認知症高齢者を対象としたメンタルコミ

ットロボット・パロを活用したケア効果 

［研究代表者］井上 薫（首都大学東京） 

［研究担当者］柴田 崇徳（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、 

井上 薫、和田 一義（首都大学東京） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

動物の様に人と共存し、特に身体的な相互作用を通し

て、楽しみや安らぎの精神的効果を与え、人の心を豊か

にすることを目的に、メンタルコミットロボット「パロ」

の開発を行っている。動物の場合には、アレルギー、人

畜感染症、噛み付き、引っかき事故、管理、衛生などの

問題で、動物を飼うことができない人々や一般家庭・医

療福祉施設などがある。メンタルコミットロボットは、

動物と同様に、人々に様々な効用を与えようとしている。 

これまでに、アンケート調査や医療福祉施設での長期

実験などから、パロの効用に関して様々な評価を行い、

定量的、定性的研究により実証してきた。一般家庭では

ペットの代替として家族の一員に、医療福祉施設ではア

ニマルセラピーの代替として高齢者向け施設での生活の

質を向上させ、認知症高齢者の脳機能や行動を改善して

いる。 

本研究は、デンマークでのユーザ会議や日本でのパロ

によるロボット・セラピー研究会等のユーザーからのコ

メントや臨床データ等に基づき、認知症高齢者のセラピ

ーに適切なパロの行動生成動作アルゴリズム等の認知症

用パロの研究開発を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ロボット・セラピー、認知症、認知症周

辺症状（BPSD）の軽減、介護負担軽減 

 

［研 究 題 目］運動習慣が脳循環動態・脳循環調節機能

に及ぼす影響：脳疾患予防の基礎的研究 

［研究代表者］小河 繁彦（東洋大学） 

［研究担当者］菅原 順（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、小河 繁彦（東洋大学）、 

宮本 忠吉（森ノ宮医療大学）、 

片山 敬章（名古屋大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

我が国では65歳以上の高齢者の約1割が認知症と言わ

れており、高齢化社会において運動推進が健康づくり・

生活習慣病の予防において重要な課題である。近年、運

動習慣（トレーニング）が脳疾患発症リスクを軽減する

ことが示唆されており、「脳疾患と運動習慣」の関連性

が注目されている。しかしながら、脳循環調節は複雑な

生理機能を有するため、運動習慣やトレーニングの脳血

流量・脳循環調節機能への効果について十分な生理学的

知見は得られていない。本研究では、「運動習慣の脳循

環への影響」という未解決問題の解明を目指す。生理シ

ステムを統合的に捉え、トレーニングの直接的な脳循環

調節への影響（研究①）に加え、運動習慣に適応変化す

る呼吸系 (研究②)・心臓循環系調節機能の脳循環への

影響（研究③）を明らかにする。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生活習慣病、脳循環、呼吸調節、循環調

節、運動適応 

 

［研 究 題 目］側頭葉の階層的な情報処理のメカニズム

と顔認知における役割 

［研究代表者］菅生 康子（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］菅生 康子、松本 有央 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
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我々は、顔を視覚刺激とした実験で、サル下側頭皮質

の単一ニューロンが、まず大まかな分類情報（ヒトかサ

ルか図形か）を処理し、それから個体や表情などの詳細

な分類情報を処理していることを明らかにしてきた。本

研究は、このような側頭葉のニューロンにみられる情報

の時間的処理過程のメカニズムと顔の認知に果たす役割

を明らかにすることを目的とする。 

顔の詳細な分類情報の一つである個体識別は、顔の部

分特徴の検出とその組み合わせによる布置情報の把握に

依存していると考えられる。顔の布置情報が顔倒立呈示

によって認知されにくくなる現象はサッチャー錯視とし

て知られており、最近サルでもサッチャー錯視が起こる

ことが報告されている。そこで、複数のヒトとサルの個

体と表情からなる顔画像のセットを用い、正常顔画像お

よびサッチャー顔画像を正立あるいは倒立の状態で400

ミリ秒間呈示し、アカゲザルの下側頭皮質からニューロ

ン活動を記録した。顔応答性ニューロンの約6割が顔の

倒立呈示で応答強度を変化させた。顔の倒立呈示は、ニ

ューロンが時間的に遅れて処理する顔の個体や表情の情

報を減少させることが分かった。この結果は、心理学的

研究で顔倒立効果としてよく知られる現象の神経基盤で

ある可能性を示唆している。サッチャー顔でも同様に、

正立呈示条件に対して倒立呈示条件では詳細分類情報の

量が低下した。また、正常顔とサッチャー顔に対する活

動の違いは少数のニューロンで観察され、正立呈示した

場合に、より高い頻度で観察されること、活動の違いは

詳細分類情報よりさらに遅く現れる可能性が示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］顔情報処理、側頭葉、ニューロン 

 

［研 究 題 目］プライバシー保護のための情報幾何的協

調フィルタリング 

［研究代表者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎、神嶌 敏弘 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、情報幾何的データ解析手法を用いて

協調フィルタリングを行う手法の構築を目指す研究を進

めている。その際、近年重要となるプライバシー保護の

観点を導入し、プライバシー情報に配慮した結果出力を

行おうとする点が特色である。 

 平成24年度は、外れ値などに強いロバストデータ解析

を情報幾何的な観点から整理し、有効性を確認した。ま

ず、k 乗ノルムを最小化する規準は0<k<1では凸ではな

いが非常にロバストであることに着目し、その最適解が

サンプル点を通るという事実を発見した。また、類似の

規準として LMedS 推定を拡張した L 定を拡規準を考案

した。これらの考察に基づいて開発したランダムサンプ

リングアルゴリズムを実画像データにおける直線や2次

曲線検出に適用し、k 乗ノルム最小化と L ノルム規準

がほぼ等価であることを実験的に検証した。具体的には、

画像からエッヂ抽出したものに対して逐次的なロバスト

直線（曲線）あてはめを行うことにより、複数の直線

（曲線）をあてはめることができた。一方、協調フィル

タリングについては、単にプライバシーを保護するだけ

ではなく、データ解析をした結果が差別的にならないよ

うな公正性に配慮した枠組みを考案し、情報理論的な観

点からアルゴリズムを開発し、実データを用いて有効性

を確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］情報幾何、個人情報保護、多変量解析 

 

［研 究 題 目］脳皮質神経カラム電気刺激による人工感

覚の生成とその制御 

［研究代表者］高島 一郎（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］高島 一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ラット一次体性感覚野バレル皮質に膜電位イメージン

グ法を適用すれば、個々の頬ヒゲに順次感覚入力を与え

た際、バレル皮質全体に惹起される神経興奮応答を可視

化することができる。本研究課題は、このバレル皮質上

の神経活動の時空間パターンを、脳への直接電気刺激に

より再現することを目的とした。 

本年度、脳表を硬膜上から電気刺激するための電極シ

ート基板を作製した。電極シートは透明 PET（ポリエ

チレンテレフタラート）基板上に刺激電極点をアレイ上

に配置した構成であり、電極パッドと配線領域以外は透

明であることから、脳表を電気刺激して惹起される皮質

脳神経活動を、電極基板シート越しに膜電位イメージン

グ法で捉えることが可能となった。刺激電極をバレル皮

質の吻側外側部－中央部－尾側内側部の位置に直線上に

配置し、適切な刺激パラメータを用いて脳表をパターン

電気刺激することによって、バレル皮質上を吻側から尾

側方向に、あるいは、尾側から吻側方向に伝播する神経

興奮応答の時空間パターンを再生することに成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］膜電位イメージング、触知覚 

 

［研 究 題 目］情報論的自己組織化マップとその応用 

［研究代表者］上村 龍太郎（東海大学） 

［研究担当者］竹内 晴彦（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）上村 龍太郎（東海大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 データ解析法の主要な目的として、データ自身の持つ

特徴を少ないパラメータで自然に表現することが挙げら

れる。一方、人間は、同じ情報を得ても、状況や目的に

応じて異なった判断をすることがあるように、データ解
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析法においても、さまざまな目的に応じて、異なる表現

をすることが良いと考えられる場合もある。そこで、本

研究では、まず、データが持つ構造や分布に忠実な表現

を行うために、情報論的競合学習を用いた自己組織化マ

ップを構築する。続いて、忠実な表現から多様な目的の

ための表現へと視点を切り替えることによって、さまざ

まな目的に応じてより適した表現となるような、新しい

自己組織化モデルの構築へと展開していく。 

 本年度は、研究代表者により、研究の基盤となる技術

の一つとして、単純化にバイアスをおいた重要性の研究

が行われた。単純化の重要性の研究においては、情報エ

ンハンスメント法を進めることにより、ニューラルネッ

トワークの構成要素の重要性と情報量最大化との関連に

ついて検討がなされた。 

 応用分野として、新規に構築される自己組織化モデル

の有効性を、ウェブマイニングや視覚心理学などの分野

で検証することを目指している。ウェブマイニングへの

応用として、Yahoo 知恵袋データの利用について検討

し、言語データのパージングを行うなど、単語の共起行

列の作成に必要な前処理を行った。また、視覚心理学へ

の応用として、視線計測データの解析法について検討を

開始した。具体的には、被験者がウェブサイトを閲覧す

る時の注視点データを用いて、視線系列の長さが一定と

なるように、注視点データを変換する手法の検討を進め

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ニューラルネットワーク、データ解析、

情報理論 

 

［研 究 題 目］脳波の位相同期性解析およびグラフ理論

解析を用いた視覚的注意の評価手法の開

発 

［研究代表者］武田 裕司（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］武田 裕司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、脳波の位相同期性解析を用いて、注

意の制御様式を評価する手法を確立することである。高

ガンマ帯域位相同期がボトムアップ注意制御を、低ガン

マ帯域位相同期がトップダウン注意制御を反映している

という仮説を検証するため、昨年度までに行ったストッ

プシグナル課題、注意の瞬き課題、先行手がかり課題、

フランカー課題に加えて、本年度は条件付き注意捕捉課

題、次元加重課題などのデータを収集した。その結果、

条件付き注意捕捉課題では、標的と妨害刺激が同じ特徴

を有している場合に標的提示後200-300ms×22-34Hz の

位相同期性が、標的と妨害刺激の特徴が一致しない場合

に100-200ms×40-50Hz の位相同期性が増強されること

が示された。また、次元加重課題では、標的の定義次元

が予め知らされている場合に刺激提示後0-100ms×22-

34Hz の位相同期性が増強されることが示された。これ

らの結果は、低ガンマ帯域位相同期がトップダウン注意

制御を、高ガンマ帯域位相同期がボトムアップ注意制御

を反映しているという仮説を支持している。脳内の情報

処理ネットワークが注意制御様式によって構造的に変化

しているのかを検討するため、これまでにトップダウン

注意制御と関連して位相同期性の増強が認められた実験

データについて、グラフ理論に基づいたネットワーク効

率の解析を行った。その結果、注意制御様式によって情

報処理ネットワークの構造が系統的に変化しているとい

う証拠は得られなかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］注意、脳波、位相同期、グラフ理論 

 

［研 究 題 目］変動する温熱環境が睡眠時の人体に及ぼ

す影響の評価技術の開発 

［研究代表者］都築 和代（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］都築 和代、甲斐田 幸佐 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、夜間就寝時ならびに就寝前の温熱環境が

睡眠時の人体の体温調節ならびに睡眠に及ぼす影響を解

明することを目的とする。 

就寝時の温熱環境が高齢者の睡眠中の血圧と睡眠構築

に及ぼす影響を調べるために、冬季に実生活場面におい

て、連続血圧計とアクチグラフ、1ch 脳波計を装着し、

高齢者に就寝させた。合わせて、寝室ならびに身体周囲

の温熱環境を実測するとともに、就寝前後で眠気、なら

びに温冷感、快適感等のアンケート調査を実施した。被

験者はシルバー人材センターに勤める健康な高齢者男女

8名であり、平日3～4晩の測定（通常入浴あり、入浴な

し）を実施した。1ch の脳波計から推定された全就床時

間、入眠潜時、睡眠時間、睡眠効率等の睡眠変数に有意

な違いは認められなかった。また、アクチグラフによる

体動から Cole らのアルゴリズムにより算出された睡眠

変数についても同様に、有意な違いが認められなかった。

温冷感、快適感、睡眠感についても入浴による影響は差

が認められなかった。これらの事から、入浴による身体

加温がその後の睡眠に及ぼす影響は本研究結果には認め

られず、今後さらに検討する必要がある。連続血圧計の

測定値は、午前8時から午後9時に最高血圧、最低血圧、

心拍数の平均値は132mmHg、79mmHg、70拍/分とな

り、午前0時から5時の就寝中の平均値は118mmHg、
71mmHg、63拍/分となった。血圧の値に性差は認めら

れなかった。寝室気温は就寝前平均10.3℃、睡眠中

7.8℃、起床時5.9℃であった。血圧との関係を検討した

ところ、有意な相関関係は認められなかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠、温熱環境、変動、評価 
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［研 究 題 目］訓練サンプル最適化による識別器の性能

向上手法 

［研究代表者］西田 健次（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］西田 健次（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 サポート・ベクトル・マシン（SVM）などの識別手

法とカーネル法に代表される非線形化手法の発展により、

教師あり学習に基づく識別器の能力は大幅に向上し、本

質的に識別可能な問題であるならば、訓練サンプルに対

しては100%の識別率を実現することは難しいことでは

なくなってきている。しかし、未学習サンプルに対する

識別能力（汎化性能）は、過学習などの問題もあり、そ

の性能を向上することは、未だ難しい課題となっている。

識別器の汎化性能を向上する手法の一つに、識別に本質

的に関わる特徴を選択して訓練に用いる特徴選択手法が

挙げられ、特徴選択を行った複数の識別器を組み合わせ

ることで、高い汎化性能を実現することが可能であるこ

とが示されている。一方、訓練サンプルセットが、識別

対象のモデルを上手く再現したものとなっていなくては、

性能の良い識別器（および、特徴選択）を用いたとして

も、最終的な識別性能は高いものとはならない。車両検

出・追跡課題のように、膨大なサンプルの中から識別対

象のモデルを再現する訓練サンプルセットを抽出すると、

訓練サンプルセット自体が非常に大きなものとなること

が多く、訓練サンプルセット全体で識別器の訓練を行っ

た場合、非常に大きな計算量が必要となると同時に過学

習による汎化性能の低下を招く可能性がある。大きな訓

練サンプルセットから適切な訓練サンプルを選択し、小

さな訓練サンプルで識別器を訓練することが出来れば、

計算量の削減とともに、汎化性能の向上が期待できる。

本研究では、訓練サンプルの一部をランダムに選択し、

ランダムなパラメータを用いた弱い識別器を多数統合す

ることにより、全訓練サンプルよりも遥かに少ない数の

訓練サンプルで識別能力が高く、かつ、汎化性も高い識

別器の構成手法を検討している。人工データによる評価

実験では、単一の SVM による識別器では、20,000サン

プルの訓練セットに対して4000個のサポートベクターを

必要としたが、提案手法によると100個から200個のサン

プルを用いるだけで、同等の識別性能を持ち、汎化性に

関してはより高い識別器が構成できることを示している。

今後は、車両検出、追跡などの実応用への適用などを目

指していく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］パターン認識、識別器、SVM、汎化性 

 

［研 究 題 目］超音波血管機能検査装置の高度化と血流

依存性血管拡張機序の解明 

［研究代表者］新田 尚隆（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］新田 尚隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 血流依存性血管拡張（Flow-Mediated Dilation： 

FMD）は、血管壁上のずり応力を主たる刺激源として

血管内皮細胞から一酸化窒素が産生され、それが血管壁

内へ拡散して平滑筋弛緩が起こり、血管径が拡張する反

応である。FMD 検査ではこの血管径拡張率（%FMD）

が計測されるが、刺激源であるずり応力が未知であり、

また他刺激因子の寄与も不明であるため、内皮機能を的

確に評価できない問題があった。この問題を解決すべく、

本研究では、FMD 検査装置を高度化して前記刺激因子

を特定することにより、血流依存性血管拡張反応におけ

る機序解明のための知見を得ることを目標とする。 

 平成24年度は、前年度までに高度化した FMD 測定装

置を用い、健常者を対象とした被験者実験を実施した。

固定具を用いて上腕でのプローブずれを低減させ、常に

同一血管部位での計測ができるように位置決めを行った

後、被験者上腕動脈における血管径、血流速度、血流量、

血液粘度、壁ずり速度、壁ずり応力等のトレンドデータ

を収集した。各トレンドデータの特徴量として、血管径

からは%FMD 値を、血流速度、血流量、血液粘度、壁

ずり速度、壁ずり応力からは、それぞれ駆血解除後の最

大値を安静時の平均値で除した増加率（Increasing 
Rate：IR）を求め、%FMD 値と各 IR との相関を調査

した。その結果、%FMD 値と壁ずり応力の IR 値（IR 
of Shear Stress：IRSS）が最も高い相関を示した。こ

れは従来の生理学的な予測と一致し、血管拡張の刺激因

子として壁ずり応力の寄与が最も高いことを示す結果と

考えられた。さらに、%FMD 値を IRSS 値で正規化し

た指標値の分散は%FMD 値の分散よりも小さくなり、

刺激因子を含めた指標化によって、内皮機能や状態変化

の識別能が向上すると考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波、血管拡張、ずり応力 

 

［研 究 題 目］定位行動の意思決定に関わる脳内機構の

解明 

［研究代表者］長谷川 良平（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］長谷川 良平、森田 奈々、 

長谷川 由香子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

環境空間内で動物が一定の方向に体軸や頭部、眼球な

どを動かす行動は「定位」と呼ばれ、各種感覚器官から

の刺激に対して誘発される。特に視覚情報に基づく定位

行動に関しては、上丘が重要な役割を担っていると考え

られている。このような視覚に基づく定位行動には、上

丘浅層へ入力された感覚情報を中間層に伝達し、運動情

報へと変換する回路の存在が指摘されている。近年、中

間層から浅層への経路の存在が発見され、定位行動のフ
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ィードバック回路として機能する可能性が示唆されてい

るが、その経路の活動様式や役割についてはまだ十分に

明らかになっていない。 

 そこで、本研究では、上丘中間層から浅層への集団の

電位変化を、前額断面スライス標本を用いて電位イメー

ジング法で調べた。具体的には、乳児期と若年期のマウ

ス前額面上丘標本を作成し、中間層を刺激した時の刺激

伝搬を計測した。その結果、乳児期においては、中間層

への刺激は中間層内に留まり浅層へ伝搬されることはな

かったが、若年期では中間層に与えられた刺激は短時に

浅層へ伝搬し浅層内で大きく広がることが観察された。

このことから、上丘中間層から浅層への経路は、開眼前

後で大きく発達することが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］定位行動、意思決定、上丘、ラット 

 

［研 究 題 目］微弱高周波電界による生体内計測技術 

［研究代表者］稗田 一郎（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］稗田 一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

微弱な高周波電界を用いることで、生体内の誘電率分

布を安全に測定し、体内の水分量（血液、体液、膀胱内

尿量）や脂肪、空隙の分布を求め、内臓脂肪、皮下脂肪、

膀胱内尿量、肺機能等を計測する技術の開発を行ってい

る。 

実験装置の主要な機能である、生体の組成の影響によ

って電界強度が変化して得られる高周波信号の測定に、

従前は汎用計測装置であるスペクトルアナライザーを用

いていたが、一般的な測定装置であるため、設定できる

測定の条件や得られる測定データの精度等に制約があっ

た。そこで、前年度までに、信号処理の大部分を高速処

理できるコンピューターのソフトウェアで実行可能なソ

フトウェア受信機（SDR）を導入して、計測に適した測

定と信号処理を行うように改良した。さらに、本年度は、

SDR を増設して、アンテナを含む測定系に改良を施し、

高周波電界によって生じる高周波信号の振幅に加え、位

相情報までを測定ができるようにした。 

この新たな計測システムで、人の組織のうち水分含有

量が多い組織と同程度の誘電率（比誘電率が約70）を持

つ水をアクリル製の槽に入れてファントムとして用いた

モデル実験と、実際の人の腹部の測定を行った（3MHz
および48MHz による一次元的なスキャン）。 

その結果、水槽の測定では水槽を水平方向にスキャン

しても、信号の振幅は大きく変化するのに対し、位相に

はほとんど変化しなかった。一方、人体の腹部を水平に

スキャンした際には、信号の振幅の変化と同時に位相に

も変化が現れた。測定された位相の変化は、測定開始点

からの相対的な変化であり、この情報だけでは誘電率に

よって電解強度が高められる効果と、人体内を高周波電

流が流れることによる損失分とを分離することはできな

いが、少なくとも損失による影響を測定できたことが確

認できた。 

今後、装置にさらに改良を加え、複数の周波数で同時

に測定する等実験の条件を工夫することで、損失の分離

を目指したい。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体計測、誘電率、高周波電界、SDR 

 

［研 究 題 目］報酬獲得のための行動決定制御の脳内情

報処理機構 

［研究代表者］設楽 宗孝（筑波大学） 

［研究担当者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、設楽 宗孝 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

生物は、報酬を最大化するように報酬獲得までの道筋

を計画し行動する。この過程では、報酬を得るのに必要

な労働負荷および時間と、予測される報酬量との兼ね合

いを考えてどのような行動選択を行うかを決定する。よ

り遠い将来の大きな報酬を待つ過程には、縫線核と呼ば

れる脳幹の核から放出されるセロトニンと呼ばれる神経

伝達物質が関わっているという報告がある。報酬獲得ま

でに複数回の視覚弁別試行が必要な報酬スケジュール課

題を応用した、報酬量と報酬獲得までの労働負荷（視覚

弁別試行数）の双方を可変にし、これらの組み合わせの

内、2つ提示してそのうち1つを選択させる課題を遂行中

のサルの縫線核から単一ニューロン記録を行い、その役

割を解析した。縫線核の同定のために、単一ニューロン

記録を行ったサルの脳において免疫組織化学を行い、セ

ロトニンの生成に不可欠な酵素であるトリプトファンヒ

ドロキシラーゼの発現を調べた。単一ニューロン記録を

行った電極刺入部位周囲では、トリプトファンヒドロキ

シラーゼ陽性細胞が点在していた。これらの細胞はセロ

トニン生成細胞であると考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］霊長類、モチベーション、セロトニン、

行動決定、タンパク発現 

 

［研 究 題 目］運動機能可塑性における赤核機能・構造

連関の解明 

［研究代表者］林 拓也（理化学研究所） 

［研究担当者］肥後 範行（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、林 拓也、尾上 浩隆

（以上、理化学研究所） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

マカクサル大脳皮質の第一次運動野を損傷した後に

MRI を用いた拡散テンソルイメージングを行うことで、

神経線維の走行の変化を画像化することを試みた。すな
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わち、第一次運動や損傷後の把握動作の回復に伴って、

神経線維の走行の変化を示すシグナル値の増加した部位

を調べた。損傷後の回復時に、運動前野腹側部から発し

皮質下と対側半球に向かう線維が同定できた。皮質下へ

向かう線維の一部は赤核小細胞層に達していた。ただし、

これらの線維は損傷後の回復過程で新たに形成・強化さ

れた経路ではなく、損傷以前から存在していた経路であ

る可能性も考えられる。拡散テンソルイメージングで見

られたシグナルの上昇は、軸索のミエリン鞘の増加に関

係しているという仮説に基づき、ミエリン鞘の形成に関

わるオリゴデンドロサイト前駆細胞マーカーである

PDGFRαと NG2の発現に着目したところ、回復期白質

ではこれらのタンパクの発現上昇が見られた。オリゴデ

ンドロサイト前駆体細胞が凝集し、ミエリンを形成する

ことが、拡散テンソルイメージングのシグナル増強の一

つの原因になっていて、また、損傷後の機能回復に関与

している可能性が考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］霊長類、病態モデル、機能回復、神経可

塑性、タンパク発現 

 

［研 究 題 目］側頭葉におけるカテゴリー化の神経機構

の解明 

［研究代表者］松本 有央（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］松本 有央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、側頭葉でのカテゴリー化の神経機構がア

トラクターネットワークの一種である連想記憶モデルに

基づいているものだと仮説を提唱し、それを実証するた

めにニューロン活動記録とデータ解析手法の開発を行う。

初めに側頭葉のニューロン集団による大まかな分類が起

こり、続いて詳細な分類が起こるような階層的カテゴリ

ー分類の情報処理は、学習によって獲得された可能性が

ある。平成24年度の実験では、ヒトの顔画像とサルの顔

画像と図形の画像を用いて、サルが顔の画像を注視する

タスクを実行中の下側頭葉からニューロン活動を記録し

た顔画像は正立画像と倒立画像、さらにサッチャー錯視

を起こす目をフリップさせたサッチャー正立画像とサッ

チャー倒立画像を用いた。個々に記録したニューロン活

動を集団として扱い、主成分分析で解析した結果、先行

研究と同様初めにヒトの顔 vs.サルの顔 vs.図形といっ

た大まかな分類が起こり、次に顔の正立、倒立の分類、

さらに遅れてヒトの個体やサルの表情と行った詳細な分

類に関する情報が処理されることが分かった。また、サ

ッチャー錯視を起こす顔画像を呈示したとき、応答の差

が画像呈示後から280ms 遅れて現れることが分かった。

この結果より、サッチャー錯視の情報処理は下側頭葉以

外の領野で行われている可能性を示唆した。これによっ

てどのような顔の画像を提示したら下側頭葉のニューロ

ンがどのような活動をするかの知見をためることができ、

神経回路モデルを構成するときに役に立つ。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］カテゴリー分類、物体認知、下側頭葉、

神経回路モデル 

 

［研 究 題 目］報酬獲得のための行動決定制御の脳内情

報処理機構 

［研究代表者］設楽 宗孝（筑波大学） 

［研究担当者］松本 有央（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 報酬獲得のための行動決定を調べるために、報酬まで

の労働負荷と報酬量の組み合わせを選択する行動決定課

題をトレーニングしたサルを用いて課題の誤答率を調べ

た。この課題では、4段階の報酬量と4段階の仕事量を組

み合わせた16通りから、その内の2つを選択肢として呈

示し、選択を行わせる。選択はチェア内に装備した左右

のバーの内いずれかを握ることで行う。課題としては画

面に表示される視覚刺激の色が赤から緑に変わったら、

モンキーチェア内の中央バーから1秒以内に手を離すと

いう試行を複数回行わせることである。この回数が労働

負荷量となる。労働負荷と報酬量の組み合わせは、全部

で16通りあり、労働負荷はパターン刺激の長さによって、

報酬量はパターン刺激の明るさによって表す。この16通

りから2つを選ぶ組み合わせは全部で120通りある。様々

な選択肢の組み合わせを用いたときの行動決定の結果を

報酬割引モデルによってフィッティングすると、指数関

数を使った割引モデルによってよくフィットできた。ま

た、行動決定を行った場合とコンピューターにより与え

られた場合のスケジュール課題の誤答率を報酬割引モデ

ルによってフィッティングすると、行動決定を行った場

合の方が報酬量にかかる定数項および割引率の両者とも

大きいことがわかり、これらによって、課題の誤答率が

低いという自己選択効果が現れていることが示唆された。

次に、行動決定課題遂行時のニューロン活動を調べるた

めに、眼窩前頭皮質から単一ニューロン活動を記録し、

行動決定の際に反応するニューロンが記録された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思決定、行動選択、報酬量、負荷量 

 

［研 究 題 目］高度な計測信頼性を実現する新型近赤外

脳機能計測システムの開発 

［研究代表者］山田 亨（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］山田 亨、梅山 伸二、松田 圭司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 近赤外線脳機能計測法（fNIRS）は安全で簡便な脳機

能計測手法である一方、頭皮血流などに起因する信号変
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動のため計測信頼性は未だ確立されていない。本研究の

目的は脳機能信号抽出のために必要な諸技術を開発し、

その実装システムを実現することである。本年度は、

我々の開発した血流動態分離法を44チャンネル、 

15mm×15mm 間隔の高密度 fNIRS 計測に展開し、大

脳皮質運動野の神経賦活部位を fMRI で予め特定した複

数の被験者の計測で、手指運動課題時の脳機能信号と全

身性信号の分離を行った。この結果、脳機能信号は運動

手指の対側運動野で顕著に生じ、その信号部位は神経賦

活と相関が高いとされる fMRI-BOLD 信号の部位と極

めて良好な一致を示した。一方、この種の計測は多数の

プローブ装着を必要とし、装着不良の検出/改善にかか

る時間が実用上大きな困難をもたらすことが分かってき

た。そこで、データの特徴から装着不良箇所を識別する

アルゴリズムを開発した。これにより装着に要する時間

は飛躍的に短縮できる。これらの技術はすべて市販

fNIRS 装置に実装可能であり、リハビリ訓練時の脳機

能モニタリング等への応用が期待できる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］脳機能計測、近赤外線分光法、脳血流、

表層血流、アーティファクト 

 

［研 究 題 目］妊娠高血圧症候群に対する運動の有効性

の検討ならびにそのメカニズムの解明 

［研究代表者］吉澤 睦子（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］吉澤 睦子（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 妊娠高血圧症候群は母児の生命が危険にさらされる重

篤な疾患である。一般降圧剤は胎盤通過性があり、催奇

形性や胎児毒性の問題から妊婦には使用できず、未だ妊

娠高血圧症候群に対する有効な治療法が確立されていな

い。有酸素性運動は、血管内皮機能改善を介して高血圧

症の予防・改善に貢献する可能性があり、妊娠高血圧症

候群妊婦の病態改善にも有効であるかもしれない。しか

しながら、ヒトでの研究はリスクが大きいことに加えて、

モデル動物の開発が遅れていることから、実際に妊娠高

血圧症候群の母児に対する有酸素性運動を実施した場合

の安全性やトレーニング効果を検討した研究はない。そ

れゆえ、ヒトの妊娠高血圧症候群に酷似した症状を呈す

るモデル動物を用いて、妊娠時の運動が病態に与える影

響を明らかにすることは、妊娠高血圧症候群の予防・改

善への応用に重要である。そこで、本研究は、妊娠高血

圧症候群モデルマウスを用いて、妊娠高血圧症候群に対

する運動効果を検討することを目的とした。 

今年度は、米国での研究成果をまとめ、アメリカ生理

学会で研究発表を行った。日本に帰国後は、研究環境を

整えると同時に、実際に実験動物をトレッドミル上で走

らせ、運動速度やトレーニング頻度についての検討を行

った。また、血圧測定のための技術練習として、実験動

物の頸動脈にカテーテルを挿入する手術技術の練習を行

った。さらに、予備実験を行い、実験動物から採血およ

び大動脈を摘出し、動脈機能の評価および血液生化学デ

ータの変化を検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］妊娠高血圧症候群、運動、血管機能 

 

［研 究 題 目］虚弱高齢者の定量的身体機能計測に基づ

いた縦断的転倒リスク評価指標の構築 

［研究代表者］山下 和彦（東京医療保健大学） 

［研究担当者］井野 秀一（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）、山下 和彦（東京医療

保健大学）、佐藤 満（昭和大学）、 

太田 裕治（お茶の水女子大学） 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

高齢者の転倒骨折は社会的問題であり、後期高齢者で

は要介護要因の上位に挙げられている。高齢者の転倒予

防には、身体機能の観点から、下肢筋力・バランス機

能・歩行機能の3要素の向上が重要である。本研究では、

この3要素を定量的かつ簡便・安全に計測可能なシステ

ムを開発することを目的としている。今年度は、インソ

ール型重心動揺計の通信方式に Bluetooth（ワイヤレス）

を採用し、かつ複数の PC を並列使用することで、同時

計測による大規模介入の研究に向けた準備を進めた。ま

た、解析用ソフトウエアを開発し、短時間での計測と解

析を可能にした。これらの計測システムの有用性の検証

では、歩行機能の評価に用いる床反力計と同様の結果が

得られ、簡便かつ安全に高精度で計測が可能であること

がわかった。また、バランス機能の観点からは、従来の

重心動揺計と高い相関性が確認され、転倒リスク指標構

築のための実効性を確認した。上記の計測システムの構

築と並行して、追跡研究の準備に着手した。具体的には、

（a）足部ケア実施群、（b）運動実施群、（c）a と b の

両方を実施する群、（d）対照群とし、身体機能が低下

した虚弱高齢者から糖尿病などの慢性疾患を持つ群など

を含めた高齢者の分類作業である。さらに、これらの対

象者の下肢筋力・歩行機能・バランス機能等の基礎デー

タの取得、疾病などの病歴情報、医療費を取得し、今後

の縦断的転倒リスク評価に重要な基盤整備を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］転倒予防、下肢筋力、歩行機能、バラン

ス機能、定量的計測評価 

 

［研 究 題 目］自閉特性が顔認知に与える影響－分類画

像法および反応一貫性分析による検討－ 

［研究代表者］永井 聖剛（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］永井 聖剛（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
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自閉症者と定型発達者では知覚・認知上処理スタイル

に様々な違いが指摘されている。しかし、定型発達者

（＝非自閉症）の中にも自閉性には大きな個人差があり、

共同注意にはこの自閉性の個人差が影響することが報告

されている。本研究では、自閉性が高い（自閉症者に近

い）定型発達者と自閉特性が低い定型発達者で顔認知情

報処理の差異がどのように生じるかを調べることを目的

とする。近年開発された分類画像法を用いて顔情報処理

ストラテジーの個人差を詳細に視覚化し、反応一貫性分

析により反応決定プロセスの影響も検討する。 

昨年度は、大きな画像データを用いて、分類画像にお

ける統計的有意ピクセルの計算、処理効率および内部ノ

イズの計算およびシミュレーションを行うための実験シ

ステム、被験者が用いるストラテジーを可視化するため

の実験実施システム、データ解析システムを開発した。

本年度は、この実験システムをもとに実験を行い、自閉

性特性に応じて、顔認知ストラテジーが変化するか否か

を検討した。具体的には、自閉性の高低によって顔区別

課題時に用いる情報が異なっている可能性が示唆された。

自閉性傾向が高い者の顔認知方略は、自閉症者の顔認知

方略に類似したものである可能性が高い結果が得られた。

来年度は、処理効率性についての実験ならびに解析を行

っていく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］顔情報処理、分類画像法、内部ノイズ、

処理効率 

 

［研 究 題 目］物理・免疫融合療法に用いる in situ 癌

免疫誘導のためのナノ構造アジュバント 

［研究代表者］王 秀鵬（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］王 秀鵬（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 今や癌は日本では第一位、世界でも主要な死亡原因と

なり、癌治療研究は社会的にも重要性が増している。中

でも癌の免疫療法は、ヒトが元来持つ免疫系を利用し、

免疫細胞を正常な細胞を傷つけずに腫瘍細胞のみを認

識・破壊するよう活性化する新規の癌治療法として注目

されている。しかし、一般に腫瘍抗原は免疫系の刺激が

弱いため、免疫細胞が腫瘍細胞を認識できないことが多

く、免疫療法には免疫賦活剤（アジュバント）の投与が

必須である。本研究課題では、ナノ構造を有する無機粒

子と免疫刺激分子を組み合わせた高免疫活性能を有する

アジュバントの開発を目指す。 

 平成23年度は、二価陽イオン（マグネシウム、または

亜鉛）含有の TCP（Mg-TCP、Zn-TCP）と免疫刺激分

子（菌体由来物質、HTB 等）をリン酸カルシウム飽和

溶液中で共沈現象によって複合化したアジュバント候補

材料を作製した（Zn-TCP-Ap-HTB、Mg-TCP-Ap-HTB
アジュバント）。これらを用いて平成23年度に開始した

in vitro 試験の結果を解析し、有望と認められたアジュ

バント候補材料について、本年度は in vivo 評価実験を

実施して、生体内においても免疫獲得にアジュバント候

補材料が有効に機能したか否かを評価した。具体的には、

がん治療モデルマウスに固定化自己がん抗原と共存する

ように Zn-TCP-Ap-HTB、Mg-TCP-Ap-HTB アジュバ

ント材料を皮下注入した。コントロールグループには生

理食塩水を注入した。一定期間の飼育後それらのマウス

に再度腫瘍細胞を皮下注入し、さらに30日間観察を続け

たところ、Zn-TCP-Ap-HTB、Mg-TCP-Ap-HTB アジ

ュバントを注入したマウスは腫瘍の成長速度は遅く、マ

ウス体内でがん細胞に対する免疫が確立されたものと考

えられた。それらのマウスの脾臓中には細胞性免疫に関

連するサイトカイン（GM-CSF、IL-2、TNF-α、IL-12
および IFNγ）量がコントロールグループと比較して

増大しており、細胞性免疫関連する免疫活性が高まった

事が分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］癌ワクチン、免疫補助療法、アジュバン

ト、リン酸カルシウム 

 

［研 究 題 目］睡眠中の潜在記憶学習の可能性 

［研究代表者］甲斐田 幸佐（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］甲斐田 幸佐、武田 裕司 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、指に呈示された触覚刺激の順序学習

が、キーボード押し運動をした時だけでなく、運動をし

ない場合でも生じるかを検証することであった。 

被験者は健常大学生17名であった（被験者内比較計

画）。比較する実験条件は2条件であり、条件間の違いは

受動的セッションにおける刺激の呈示順序に規則がある

かどうかとした。指の刺激には、携帯電話のバイブレー

ションに似た振動刺激（200Hz）を用いた。右手と左手

の第2および第4指に自作の振動モータをサージカルテー

プで固定した。両手の指に装着した振動モータは全部で

4個であった。振動刺激の呈示順序は1-4までの12桁の数

列（例：242134132143）またはランダム配列とした。12

桁の数列は、1ブロックにつき9回提示した。配列に規則

性があるブロックを「規則ブロック」、配列がランダム

なブロックを「ランダムブロック」とした。実験では、

刺激が呈示されたらできるだけ早く正確にキーボードの

ボタンを押すセッション（能動セッション）と、ボタン

押しをせずに刺激だけを受けるセッション（受動セッシ

ョン）を設けた。 

本実験の結果、触覚刺激を用いた系列反応時間課題に

おいて、（1）運動学習が生じること、（2）刺激系列への

受動的な暴露による学習は生じないこと、（3）受動的セ

ッションのランダム刺激が直後のブロックの反応時間を
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遅延させることが分かった。（1）、（2）の結果から、触

覚刺激における系列学習は、主に運動学習によると考え

ることができる。（3）の結果は、ランダム刺激の呈示に

よって、刺激－反応の対応関係が一時的に阻害された可

能性を示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］睡眠、記憶 

 

［研 究 題 目］色覚障害者に配慮した均等色空間および

色差式の確立にむけた基礎研究 

［研究代表者］坂本 隆（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］坂本 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 色覚障害者向け技術開発や、色覚障害者向け視覚標示

物作成のためには、色覚障害者が知覚する色の差異（色

差）を予測し、これを定量的に評価する方法が必要であ

る。しかし、当該の方法は未だ確立されていない。これ

を解決するためには、色覚障害者の知覚的色差に等歩度

となる均等色空間および色差式が必要である。本研究は

先天色覚異常、特に1型2色覚と2型2色覚に着目し、人間

工学実験と色覚モデルに基づく解析を通じて、均等色空

間を構築し、色差式を導出することを目標とする。 

 平成24年度の進捗状況： 

 2色覚の色覚特性を表現する際使用される混同色線と

混同色中心、および LMS 錐体色空間の幾何学的関係性

に着目し、2色覚の色属性を明示的に表現可能な色空間

を分析的に構築した。また学会等において、当該の成果

について討議を重ねた。当初提案の方法は、特に色相の

定式化に関して幾つかの解決すべき問題を抱えていたが、

その後、色空間構築に関する新たな着想を得たため、従

来法に基づく人間工学実験は保留し、新しい着想に基づ

いて、より2色覚の色属性表現に適した色空間構築に再

度着手した。具体的には、色空間を構成する2軸を、

lightness と chromaticness という完全に独立な属性と

して捉え、またそれらが LMS 錐体色空間から計算可能

であるように定式化プロセスを改めた。これにより、2

色覚の色属性をより明示的に表現可能な色空間提案に、

改めて成功した。なお、新提案の色空間に基づく心理物

理実験も順次開始予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］色覚異常、知覚特性、色差、色空間 

 

［研 究 題 目］自己と他者の認識が感覚情報処理に与え

る影響－社会性と知覚の接点－ 

［研究代表者］山本 慎也（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々の脳は、様々な感覚受容器から受ける複数の感覚

信号を、適切に統合し、また分離する。一方、我々の脳

は、自己と他者を区別して認識する。前者のような、い

わゆるベーシックな感覚情報処理と、後者のような、よ

り認知的な過程が、どのように相互作用するのかを解明

することが、本研究計画の目的である。当初の仮説は、

『自己と他者という別々の信号源から発生した2種類の

感覚信号は、脳内で分離して処理される傾向にある』と

いうものであった。本年度、さまざまな実験を試行錯誤

した結果、さらに一般的な事実として、「外界における

信号源の単一性に応じて、情報が統合されるか、分離さ

れるかが切り替えられる」という発見をすることができ

た。これは、左右別々の手から発生した2種類の感覚信

号（視覚および触覚）の時間順序判断の実験系によって、

行うことができた。 

 さらに申請者らは、自己と他者の別々の信号源から

『同時性』の判断をした場合、同時性の窓が小さくなる

というプレリミナリーな結果を得た（北米神経科学会に

て発表）。今後さらに条件を絞り、その本質を見極めて

いく。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、認知科学 

 

［研 究 題 目］多感覚情報の脳内統合機構の解明 

［研究代表者］山本 慎也（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］山本 慎也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 我々の脳は、様々な感覚受容器から複数の感覚信号の

入力を受ける。これらの信号を適切に統合し、また分離

する必要がある。本研究計画では、そのメカニズムの解

明を行うことが大きな目標である。この目的のために、

本年度も心理実験・生理実験を通じて様々な実験を行っ

たが、最も大きな発見は、「外界における信号源の単一

性に応じて、情報が統合されるか、分離されるかが切り

替えられる」というものである。我々はこれまで、視覚

と聴覚のような2種類の信号の時間差を、無視するタイ

プの知覚順応（ラグアダプテーション）と、協調するタ

イプの知覚順応（ベイズ較正）の2種類があることを解

明してきた。前者は情報の統合、後者は情報の分離に対

応すると考えられてきたが、「これら2種類の知覚順応が

どのように切り替えられているのか」に関しては、全く

未知であった。申請者らは、知覚と触覚の時間順序判断

の実験系を用いて、触視覚の信号がともに同一の手から

生じている場合にはラグアダプテーション（すなわち情

報統合）が、触視覚の信号がともに別々の手から生じて

いる場合にはベイズ較正（すなわち情報分離）が生じる

ことを明らかにした。このことは、信号源の単一性が知

覚順応の方向性を決めることを示す、世界で初めての結

果となった。 

 また、生理実験では、実験データをより充実したもの
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にするため、新しい装置の開発も行った。動物実験では

動物に液体報酬を与えるが、そのタイミングを正確に計

測する方法がこれまでなかった。また、時間順序判断の

確信度を計測するために、動物が報酬（正解）を期待す

る度合いをリッキング・サッキングと呼ばれる行動で定

量化するシステムを開発した(特願2013-000790)。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、認知科学 

 

［研 究 題 目］血液自身を潤滑液として非接触回転駆動

する長期体外循環血液ポンプに関する研

究開発 

［研究代表者］小阪 亮（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小阪 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 開胸手術なしに生命維持を可能にする経皮的心肺補助

装置（PCPS）や体外式膜型人工肺（ECMO）などの緊

急医療で使用されている補助循環ポンプは、短期使用が

前提である接触式の軸受を採用しているため、危機的状

況を脱した後の固体接触で生じる軸受の磨耗による耐久

性や、溶血や血栓形成などの血液適合性に課題が残って

いる。本研究では、長期耐久性と低溶血性、耐血栓性を

有する体外設置型補助循環血液ポンプを開発するため、

血液自身を潤滑液として浮上回転する遠心血液ポンプを

研究開発する。 

 平成24年度の主な成果として、遠心血液ポンプに取り

付けた4円弧ラジアル動圧軸受の安定性評価試験と血液

適合性試験を実施した。(1) 安定性評価試験では、ポン

プ内のインペラ側面に焦点を合わせた2つのレーザー変

位計を用いて、インペラの公転半径を非接触で計測した。

評価モデルとして、ラジアル動圧軸受の軸受隙間が

80µm、90µm、100µm となる血液ポンプを製作した。

本評価試験の結果、インペラの安定回転を実現できるラ

ジアル動圧軸受の最適形状は、円弧の溝深さ100µm、軸

受隙間90µm であることがわかった。(2) 4円弧ラジア

ル動圧軸受の血液適合性試験として、血液ポンプによる

赤血球破壊を評価するための溶血試験を実施した。本評

価試験の結果、ラジアル動圧軸受の軸受隙間を80µm か

ら90µm に増加させることで溶血が改善した。これは、

軸受隙間が広くなることで、赤血球破壊の原因となるせ

ん断応力が減少した結果と考えられる。しかし、ラジア

ル動圧軸受の軸受隙間を90µm から100µm に増加させた

ところ溶血が悪化した。これは、インペラの不安定回転

が溶血の悪化の原因だと考えられた。これらの試験結果

から、円弧の溝深さ100µm、軸受隙間が90µm となるモ

デルが、インペラの安定性と血液適合性の観点から最適

な4円弧ラジアル動圧軸受形状であるということがわか

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］人工心臓、動圧軸受、血液適合性 

 

［研 究 題 目］意思決定における「迷い」の検知・制御

メカニズム 

［研究代表者］小村 豊（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］小村 豊（常勤職員１名） 

［研 究 内 容］ 

意思決定とは、複数の可能性のある選択肢から、ベス

トの行動を決定するという脳機能である。不確定要素の

多い現代では、意思決定に迷うケースに、しばしば出く

わす。その迷いに合わせて、私たちは様々な適応行動を

とる。 

例えば、もっと正確な情報を得るために、注意を高め

たり、異なるソースを探したり、煮詰まるほどの迷いで

あれば決断を遅らせたり、逃避することだってあろう。

しかし、これまで、脳がどのように意思決定における

「迷い」を検知し、それをもとに様々な適応行動につな

げているのかというメカニズムについては、ほとんど分

かっていない。 

本年度は、サルをモデル動物として、意思決定のゆれ

を的確にとらえる系を確立した。具体的には、tree-
search型プランニングが必要なdeliberative課題と、同

一行動を反復すればよいstereotyped課題を用意し、心

理物理関数を得た。今後は、感覚情報や報酬比などの因

子が、心理物理関数のどのパラメータに影響を及ぼすの

かを、解析する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］意思決定、迷い 

 

［研 究 題 目］実世界環境下での輻輳眼球運動計測によ

る視空間情報処理の研究 

［研究代表者］河野 憲二（京都大学） 

［研究担当者］松田 圭司（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ヒトが豊富な視環境の中から処理すべき対

象物を抽出し、視線を向けるときに起こる輻輳眼球運動

とサッケード運動を調べることにより、実世界環境下で

対象物の存在を感じ、眼を向けるための視空間情報処理

を明らかにしようとするものである。そのため、輻輳眼

球運動とサッケード運動を計測するための高精度の眼球

運動計測システムを新たに開発する。この高精度の眼球

運動計測システムを用いて、実世界環境下で被験者の眼

から様々な距離に付置された対象物に視線を移す時の輻

輳眼球運動をサッケード運動と同時に計測する。この結

果を解析することにより、実世界環境下での視覚情報処

理についての新たな知見を得る。本年度は、輻輳眼球運

動とサッケード運動を計測するための高精度の眼球運動

計測システムを開発した。赤外線で眼球を照射し、高速
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ビデオカメラで撮像した瞳孔を楕円近似し、回転角を計

測する手法を用いる。まず、マウスを実験動物として眼

球運動を計測し、短時間で校正が可能なアルゴリズムを

完成させた。今後は、サルを実験動物としてサーチコイ

ルを使ったシステムを用いて眼球運動を同時計測し、そ

の精度を確認する。十分な精度が得られるまでシステム

の改良を重ね、単眼用の眼球運動計測システムが完成し

た時点でヒトの眼球運動計測に適用する。その後、周辺

機器の簡素化を図り、視対象物が豊富にある環境に持ち

出し、実世界環境下でヒトの眼球運動を計測する。これ

により、眼球運動のダイナミクスが実験室内のコンピュ

ータディスプレイ上の刺激を見ている時とどのように異

なるか、定性的な観察を行う。実世界環境下での単眼眼

球運動計測と並行して、両眼計測用システムの作成にと

りかかる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］眼球運動計測、赤外線、輻輳運動 

 

［研 究 題 目］低容量回線でも高画質画像を活用できる

「超舞台」遠隔交流学習支援システムの

開発 

［研究代表者］森川 治（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］森川 治、戸田 賢二（知能システム研

究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 一般にテレビ電話では、伝わる画質に限界があるため、

普段どおりに書いた黒板の文字はそのままでは伝わらな

い。そのため教師たちは、色、線の太さ、字の大きさ等

を工夫して、遠隔授業を進める必要がある。一方、静止

画であれば普段どおりに書いた黒板の文字であっても、

通信時間をかけさえすれば、鮮明な画像を送受信でき、

授業に利用可能である。線がぼやけて文字が読めない、

色がにじんで色分けした図が読めないといったトラブル

が回避できる。本研究では、黒板など背景写真を静止画

として別途送り、その上に教師や児童の映像を重畳表示

することにより、低容量回線でも高画質画像を活用でき

る遠隔交流学習の実現を目指す。 

 平成23年度には、Windows で動く画像合成システム

（動画部の解像度が320x240画素）を試作し動作確認し

た。解像度不足等のため、残念ながら試作版の仕様では、

教育現場で利用できないとの評価が出た。これを受け平

成24年度は、高解像度化およびハードウエア化を検討し

た。 

 高解像度化に向け、ゲーム機メーカーにアドバイスを

求めたところ、試作版で使用している Windows の画像

取り込みのライブラリの関係から高解像度化は無理であ

り、ゼロからの再開発を提案された。ハードウエア化に

ついて、RISC プロセッサ SH-2A、RX62N、FM3

（ARM-Cortex-M3）、ARM11などを使用した各種コン

ピュータボードを調査検討したが、画像データの取り扱

いが簡単に行える商品を見つけることができなかった。

それらの中で、Linux OS が動き、HDMI、USB2.0が2

つある名刺大のコンピュータボード Raspberry Pi が比

較的有力と考え購入し、HDMI 出力はとりあえず満足

できる仕様であることを確認した。USB ポートにカメ

ラを接続する動画撮影のプログラムを計画し、プログラ

マーを募集したが、プログラマーが見つからず現在に至

っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遠隔授業、一体感、テレビ電話、ハイパ

ーステージ、ハイパーミラー 

 

［研 究 題 目］教育クラウドによる学習支援環境の開発 

［研究代表者］前迫 孝憲（大阪大学） 

［研究担当者］森川 治（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、2020年の生徒一人一台情報端末導入や教材

デジタル化を支えるモデルとして期待される「学習者連

携による協働教育」の展開を図る教育クラウド（協働教

育プラットフォーム）の開発を目的とする。すなわち、

1）学校間や教室と地域・家庭をつなぐ高速超低遅延時

間の地域無線 LAN 学習環境の開発、2）教室内に特殊

装置（映像合成機器）等を要しない身体協調型協働学習

環境の開発、3）言語と空間認知操作能力の連携による

個別支援学習環境、4）ソーシャルメディアと融合した

クラウド環境による特別支援や地域教材・カリキュラム

開発および運用、5）学習時脳機能計測装置の開発と客

観的学習評価法の検討である。 

 平成24年度には、身体協調型協働学習環境の開発のた

めに、シンガポール－奈良の中学生の遠隔交流実践授業

を実施し、必要とされるクラウド上での画像処理の要求

仕様について検討した。また、身体協調型協働学習の有

効活用事例として、京都－大阪教育大の接続実験による

英語寸劇授業案を検討した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遠隔授業、一体感、テレビ電話、ハイパ

ーステージ、ハイパーミラー 

 

［研 究 題 目］社会的公正性に配慮したデータマイニン

グ技術 

［研究代表者］神嶌 敏弘（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］神嶌 敏弘、赤穂 昭太郎 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、公正性・中立性に配慮したデータマ

イニング技術を開発することにある。データマイニング

技術は、与信や採用といった重要な決定にも関与してい
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る。このとき、性別・人種・出生などの社会的公正性の

観点から利用すべきでない情報の関与を排除すべきであ

る。これには、単純にこれらの情報をモデルから除外す

るだけでは不十分であることが知られている。例えば、

特定の人種が、特定の区域に住んでいる場合、これらの

情報には高い相関が生じ、人種という情報を除外しても、

居住区域の情報から間接的に差別的な判断がなされるこ

とがあり、これを red-lining 効果という。 

このような判断を回避するために、本研究では、与信

や採用などの決定事項と、性別・人種など配慮を要する

情報との間の統計的独立性を保証することで、こうした

公正性を確保する分析モデルを研究している。ここでは

特に、統計的独立性を相互情報量によって定量化し、そ

れをロジスティック回帰による分類モデルと組み合わせ

る方法について取り組んでいる。 

今までの予備実験では、このようなモデルを構成して

実験を行ってきた。しかし、モデルの非凸性などの問題

のため最適化は困難だった。本年度は、初期化を工夫す

ることにより、最適化の不安定さを大きく取り除く改良

を行った。 

また、上記の社会的公正性の他に、利用者に提供する

情報の中立性に関しても、同様のモデル化をするアイデ

アも開発した。こうした問題は推薦システムにおける情

報の偏向としてフィルターバブル問題とも関連し、注目

されている。本年度は、確率的行列分解モデルにこの中

立性を確保するため仕組みを、社会的公正性と同様のモ

デリングにより実装する予備実験を行った。 

［分 野 名］情報通信エレクトロニクス 

［キーワード］データマイニング、公正性 

 

［研 究 題 目］海馬バインディングの脳認知科学研究 

［研究代表者］仁木 和久（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］仁木 和久（他1名） 

［研 究 内 容］ 

記憶、認知に重要な役割を果たす脳基盤として大脳新

皮質が注目されがちであるが、本研究では、大脳新皮質

とも連携して働く海馬や扁桃体等の下部脳領域に注目し、

全脳にわたる連携活動の解明を目指した脳イメージング

研究を展開した。（1）インサイト問題解決時に海馬等下

部脳領域と大脳新皮質の間で起こる連係脳活動パターン

に正・負の感情刺激が異なった影響を与えることを報告、

（2）ヒト固有の能力である社会的協調活動においても、

扁桃体、角回、ACC、内側前頭葉などのハブ領域の間

で起こる連係動作の重要さを報告、（3）我々が生後成長

しながら獲得する社会的感情と生得的に身につけている

生物学的感情の同一性と相違性を検討し、脳活動パター

ン、とりわけ特定脳部位間の連携活動の相違として理解

できることを明らかにした。即ち、生物学的感情刺激に

対しては、視覚野の活動が有意に大きく、かつ視覚野と

扁桃体との間に有意な機能的結合を発見した。一方、社

会的感情刺激に対しては、内側前頭前野（MPFC）で大

きな活性を誘発し、扁桃体と MPFC 間のより強い機能

的結合を発見した。従って、社会的感情の処理は前頭葉

とりわけ MPFC での精巧な処理により作られ、扁桃体

を駆動することにより動物のもつ感情の機能を拡張し利

用している、と理解できることを報告した。（4）感情と

連合した強固に形成された記憶を（消去や）更新する時、

有意に大きな活動が frontopolar/眼窩前頭（OFC）で

認められ、その活動が扁桃体の感情活動を押さえること

により、感情刺激が関係した連合記憶の更新が可能にな

ることを報告した。（5）全脳的な連携活動を解剖学的構

造から抽出するため、拡散テンソルイメージング計測を

用いて獲得した神経繊維走行の解剖学的データと心理物

理量との関連性を解析する手法の開発を行った。これを

用いると、半球間情報統合の脳のハブ構造を明らかにで

きる。このような研究成果を国際論文誌に纏めることが

できた。 

東日本大震による損傷により MRI-EEG バインディ

ング同時計測系構築が破損したが、平行開発した DTI
（拡散テンソルイメージング）を用いた神経繊維走行解

析と脳機能活動や心理物理量との関連性の解析が Brain 
Connectome 解析として近年注目される研究の一手法と

して注目を集めるなど、本研究が目指した大脳新皮質と

海馬、扁桃体等の下部脳領域に渡る連係動作の解析手法

を構築できた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］海馬、知能、認知、MRI-EEG 同時記録、

脳イメージング 

 

［研 究 題 目］側頭葉における報酬に基づいた視覚刺激

の連合記憶メカニズムの解明 

［研究代表者］菅生 康子（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］菅生 康子、松本 有央、大山 薫 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

我々の日常生活において記憶機能は重要な役割を担っ

ている。また、長寿化が進むにつれ、記憶の機能が衰え

る認知症への対応が社会の大きな課題となってきている。

記憶や認知の脳内メカニズムを明らかにすることは、認

知症を理解し、認知症患者のクオリティ・オブ・ライフ

を向上する技術開発の手掛かりを得ることにつながる。

状況に応じて柔軟に認知する仕組みは不明な点が多い。 

本研究では、物事を識別する脳のメカニズムを明らか

にするため、嗅周囲皮質の情報処理の解明を目指した。

今回の実験では、同じパターン刺激が、その前に呈示さ

れる色刺激によって、「報酬あり」か「報酬なし」に関

係づけられている。実験動物は、色刺激を記憶し、続い

て呈示されるパターン刺激を見て報酬の有無を連想する。
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実験動物のパターン刺激呈示中の嗅周囲皮質の神経細胞

活動を電気的に記録したところ、パターン刺激呈示中つ

まり、まだ実際の報酬呈示・非呈示が行われていない状

況にもかかわらずニューロンの約半数が報酬の有無の情

報を表現することが分かった。さらに、色刺激・パター

ン刺激の組み合わせの情報も表現していたことから、嗅

周囲皮質で報酬の有無の情報が段階的に処理されること

も示唆された。 

状況に応じてある出来事の認識を柔軟に変化させる時

の脳内情報処理メカニズムに、嗅周囲皮質内部の神経機

構が関与していることが今回の研究によって初めて明ら

かになった。本研究成果は国際誌で発表した。また、

「状況に応じて物事を柔軟に認識する脳の活動－認知症

の理解へ手掛かり－」と題して所のホームページで公開

した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］動機付け、側頭葉、ニューロン 

 

［研 究 題 目］半定値四次形式の比の和で表される関数

の最適化とその幾何学 

［研究代表者］藤木 淳（福岡大学） 

［研究担当者］赤穗 昭太郎（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、大域的最適解を完全に保証する形で

凸関数とは限らない半正値同次型4次形式の比の和で表

される関数の最適化を実現することである。そのために

まず、半正値同次型4次形式及びこれに対応する同次型4

次曲線・曲面の極値問題について考察する。この際、既

に行なわれている4次曲線・曲面の位相的分類では最適

化には不十分であるため、凹凸に基づいた形状分類を行

なうことによって同次型4次曲線・曲面の極値問題を解

決することによって考えるべき大域的最適解の保証への

足掛かりとする。またこれと同時に、計算コストが高く

定式化が複雑ではあるが、多くの場合に大域的最適解を

与える半定値計画緩和による多項式最適化の幾何学を明

らかにすることによって、提案手法が大域的最適解を完

全に保証することも明らかにする。 

平成24年度は、2変数同次型4次曲線の全ての極大値・

極小値を求める手法について研究した。代数多項式関数

の最適化については、昨年のグレブナ基底に関する調査

に基づいて、多項式最適化との関連についてさらに調査

した。次にレイリー商の和で表現される評価関数の最適

化の幾何学の構築についてであるが、このレイリー商の

和で表現される評価関数はコンピュータビジョンにおい

て数多く登場する形式の評価関数であるため、その幾何

学の構築は急務である。これについては、半定値緩和を

用いた実験的な検証を行い、最適化の幾何学を構築する

ための基礎的な考察を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］代数多項式、最適化、幾何学 

 

［研 究 題 目］加齢変化を考慮した騒音評価方法の開発

に向けた聴覚モデルの構築 

［研究代表者］倉片 憲治（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］倉片 憲治（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで騒音の測定は、もっぱら若齢者の聴覚特性に

基づいて行われてきた。そのため、現行の方法では、高

齢者が知覚する騒音の大きさを適切に評価することがで

きない。そこで本研究では、加齢に伴う聴覚特性の変化

を表現する聴覚モデルの構築を行い、これを基礎として

新しい騒音評価方法を開発する。これにより、若齢者だ

けでなく、高齢者の音の聞こえも的確に反映した騒音の

測定及び評価が可能であることを示す。 

 本研究では最初に、聴覚特性の変化を表現する聴覚モ

デルの構築を行うための音響心理実験を行う。具体的に

は、音響条件の統制された無響室内にてスピーカから純

音を若齢及び高齢の被験者にそれぞれ提示し、知覚され

る音の大きさの判断を求める。さまざまな周波数及び強

さの純音を用いてこの測定を繰り返すことにより、周波

数と強さの関数で表現された基本的な音の大きさの増加

関数を、可聴範囲全体にわたって求める。 

 平成24年度は、この聴覚特性の測定の準備として、こ

れまでに収集した予備的な実験結果の分析を進めた。そ

の結果、これまでの音響心理学的知見から予想される音

の大きさの増加関数が、その分析結果と必ずしもうまく

合致しない点のあることを明らかにすることができた。 

 また、聴覚モデルの検討に必要な現実の騒音（交通騒

音、環境騒音、機器の動作音など）を収録し実験素材と

する作業を、上記の分析作業と並行して実施した。これ

により、計30種類以上の音資料を収集することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］聴覚モデル、騒音評価、加齢効果 

 

［研 究 題 目］認知行動を取捨選択制御する前頭前野神

経回路機構の研究 

［研究代表者］瀧田 正寿（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］瀧田 正寿（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

「何かに気持ちを奪われ、意図することが十分できな

い／不適切なことをしてしまう」様な不具合な認知行動

の生じる仕組みを、脳神経回路機能レベルから明らかに

し、対処法を提唱することが本研究の目的である。臨床

では作業記憶が負の感情で阻害される報告が増え、ラッ

トではそれぞれに海馬－前頭前野路と前頭前野－扁桃体

路が関わり、共にドーパミン調節を受ける。この直列関

係を電気生理・神経化学的に解析し、ラット早期母仔分
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離モデルが示す不安行動と前頭前野－扁桃体路の伝達機

能不全を改善することを最終目的として、認知行動療法

的な作業記憶トレーニングや臨床様に向精神薬投与を行

い、不具合な認知行動の生じる仕組みを検証する。 

当年度、ラットの飼育・繁殖・課題訓練は、研究代表

者と雇用した研究補助1名（15時間/週）が担当した。オ

リジナル遅延交代課題（Izaki et al., 2008）は4秒と16秒

を用いたが、短長それぞれ異なる日の試験だった。今回、

報酬水と近接2レバーを用い、同一日に短長の遅延交代

課題の実施可能なことを見出した。更に、高架式十字迷

路を自作して計測装置を導入し、複数要因に応じて閉路

／開路の計測比が大きく変わることが判明した。反復テ

ストが閉路滞留を増大することも判明し、これまでの解

釈では「不安増大」となる状況となった。現在、この問

題解決を最優先している。また、共同研究先と、脳3部

位から同時計測した自発神経活動から、神経回路機能の

解析のできることを確認した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］認知行動、作業記憶、不安、前頭前野、 

扁桃体、海馬 

 

［研 究 題 目］前頭前野における神経調節物質の影響に

関する研究 

［研究代表者］渡辺 由美子（ヒューマンライフテクノ

ロジー研究部門） 

［研究担当者］渡辺 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

学習や記憶、思考や推論など様々な高次脳機能に欠か

せない前頭前野は、ドーパミンやアセチルコリンなど

様々な神経調節物質の影響を受けている。これまでの研

究から、ドーパミン細胞はゆっくりとした情報伝達だけ

でなく、前頭前野に素早く情報を伝える役割も果たして

いることが明らかになってきた。そこで本研究では、前

頭前野が、ドーパミンやアセチルコリンなどの神経調節

物質の影響をどのように受けているのかを、ミリ秒オー

ダーの時間解像度で明らかにすること、これらが前頭前

野および関連する神経回路における情報処理にどのよう

に影響するかを明らかにすることを目的とした。本年度

は、ドーパミン細胞のある中脳腹側被蓋野の電気刺激に

よる前頭前野での応答について膜電位イメージングおよ

びマルチ電極を用いてラットより計測し、刺激による応

答が前頭前野でどのように伝搬するのかを調べた。その

結果、早い興奮性の応答のあと、ゆっくりとした抑制性

の応答が続くことが明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、前頭前野 

 

［研 究 題 目］ヒートショックが人体の過渡状態に及ぼ

す影響評価 

［研究代表者］都築 和代（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］都築 和代（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、電力使用条件を一定にした場合に暖房器

具の違いにより室内温熱環境がどのように分布し、その

環境下で脱衣をした場合の被験者の生理・心理反応を測

定する。今年度は暖房3条件に不使用を含めた4条件に高

齢女性6名をほぼ裸体で暴露し、昨年度のデータととも

に、年齢差・性差を検討した。前室（25℃）の平均皮膚

温33℃よりも高くなったのは、カーボン（33.6℃）、セ

ラミック（31℃）、カーペット（30.5℃）、暖房なし（29

℃）の順に低下し、年齢差・性差は認められなかった。

収縮期血圧は25℃に比べ脱衣室で有意に高くなったが、

脱衣室では青年群ではカーボンはカーペットと暖房無し

に比べ有意に低くなった。しかし、高齢群では暖房条件

による有意な差、性差は認められず、収縮期血圧は高い

ままであった。温冷感は青年群、高齢女性群、高齢男性

群の順に暖かく感じており、高齢男性ではカーボンヒー

ターのみが、やや許容された（30%）。一方、高齢女性

群ではどの条件も20%以下となり全てがほぼ許容された。 

そこで、高齢男性群について気温上昇・下降について

の詳細な検討を実験的に実施したところ、気温上昇時に

大腿での皮膚温上昇が小さく、かつ、下肢の暖かさの感

じ方が弱かった。これにより、熱放射による暖房器具の

有用性が示唆されるが、高齢男性には今後は投入エネル

ギー量を変えるなどの検討が必要である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ヒートショック、脱衣室、室内環境、血

圧、評価 

 

［研 究 題 目］時間的同期に基づいた異種感覚モダリテ

ィ間・属性間の情報統合メカニズムの解

明 

［研究代表者］藤崎 和香（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］藤崎 和香（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、心理物理学的実験手法を用いて、物理的・

生物学的な時間のずれや、誤対応、組み合わせの爆発と

いったさまざまな困難を乗り越えて、異なる感覚モダリ

ティ間の時間比較を可能にしている人間の脳内情報処理

機構を解明することを目的としている。研究成果から、

物理的には時間がずれていても人間にはずれを感じさせ

ないような、人に優しいマルチモーダルインターフェー

スの設計指針が得られることが期待される。 

我々は近年、感覚モダリティ間・属性間のバインディ

ング課題の時間周波数限界が、感覚モダリティや属性の

組み合わせに寄らず、約2.5Hz と共通になることを発

見した。平成24年度は、昨年度に引き続き、この約

2.5Hz という感覚モダリティや属性に共通の時間限界
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が、「時間」と「内容」の情報を並列処理したのちに統

合するという脳の戦略を反映したものではないかという

仮説を検証するため、交替刺激とステップ刺激を用いて

臨界クラウディング周波数（CCF）の検討を継続して

行うとともに、視覚内だけでなく聴覚内の異なる属性間

のバインディング課題の時間限界の検討を行った。さら

に、感覚間だけでなく感覚運動間の時間的な対応付けの

メカニズムを探るため、自己の行為とその感覚フィード

バックとの時間遅れの問題について引き続き検討を行っ

た。これらの研究は、感性学研究会（九州大学）で招待

講演を行ったほか、Vision Science Society や日本音響

学会、多感覚研究会で発表した。また、MIT Press か

ら出版された多感覚情報処理のハンドブック（The 
New Handbook of Multisensory Processing）において、

Multisensory Timing の章を共著で執筆した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マルチモダリティ、同時性判断、時間情

報処理、時間バインディング 

 

［研 究 題 目］質感認知に関わる視聴触情報の心理物理

的分析 

［研究代表者］西田 眞也（NTT コミュニケーショ

ン科学基礎研究所） 

［研究担当者］藤崎 和香（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

物体の材質についての情報は、視覚だけでなく聴覚な

ど多くの感覚から得られる。例えば、視覚的には物体の

見た目から、それが硝子なのか金属なのか陶器なのかそ

れとも木なのかといったことを判断できる。同様に、聴

覚的にも、例えばその物体が叩かれたときの衝撃音を聴

くことで、叩かれた物体が金属なのか木なのかといった

ことを判断できる。このように、物体の材質についての

情報はそれぞれの感覚モダリティから得られるが、では、

それらの情報を統合して感覚間で一体感のある材質知覚

を成立させているクロスモーダルな質感知覚メカニズム

とはどのようなものだろうか。このような謎を解くため

の最初のステップとして、本研究では、映像がもたらす

材質情報と音がもたらす材質情報が矛盾した状況を作り、

そのような状況で材質知覚がどのように変化するかを調

べた。視覚刺激として金属、陶器、硝子、石、木材、樹

皮、聴覚刺激として、硝子、陶器、金属、石、木、野菜、

樹脂、紙を用いた。これらの刺激を組み合わせて視聴覚

動画セットを作り、評定実験を行った。得られたデータ

については現在解析中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マルチモダリティ、質感知覚、多感覚情

報統合、材質判断 

 

 

［研 究 題 目］サル下側頭葉における無意識下での視覚

情報処理様式の解明 

［研究代表者］林 隆介（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門） 

［研究担当者］林 隆介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、物体画像の提示によって引き起こされる下

側頭葉のニューロン集団の活動が、物体像の意識的な知

覚に依存してどのように変化するのか解明することを目

的とした。実験では、動物モデルの下側頭葉の脳表面に

埋め込まれたマルチ微小電極アレイを通して、物体画像

に応答する神経活動を記録した。その結果、覚醒時の顔

情報処理において、顔の方位と個体識別に関する情報表

現が同じ下側頭葉でも領域によって違うことを明らかに

した。特に、従来研究が示唆した階層的情報処理とは異

なる、より複雑な情報処理の存在が、神経集団の活動解

析から示唆された。また、quadrature motion という画

像処理を使って、二つの物体画像が異なる方向に動いて

見える特殊な両眼視野闘争刺激を生成し、動物モデルに

提示する実験系を構築した。この刺激を観察すると、二

つの物体画像のうち、いずれか一方の画像しか意識的に

知覚できず、どちらの画像が見えているかは、反射的に

誘発される視運動性眼振を記録することで検証できた。

最後に quadrature motion 刺激を提示している間、下

側頭葉ニューロンの活動を記録したところ、運動方向に

よらず、物体像に特異的にニューロンが応答することが

明らかになった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経科学、意識、視覚情報処理 

 

［研 究 題 目］MR エラストグラフィーによる非侵襲的

頭蓋内圧・コンプライアンス・脳自動調

節能評価 

［研究代表者］中川 敦寛（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、外傷性脳損傷（traumatic brain 
injury: TBI）を中心とした脳神経疾患の病態把握と治

療方針決定において重要な情報である頭蓋内圧

（intracranial pressure: ICP）、頭蓋内コンプライア

ンス、脳自動調節能に関する非侵襲的モニタリング法の

開発である。現在 ICP センサーは脳実質（脳室内）に

留置するため、侵襲的であり、適応が重症 TBI に限ら

れる一因となっている。頭蓋内コンプライアンス、ある

いは自動調節能に関する情報の重要性は誰もが認めると

ころであり、30年以上開発が試みられてきたが、日常臨

床で使用可能なモニタリングは開発されていない。本研

究 で は 、 核 磁 気 共 鳴 画 像 （ magnetic resonance 
imaging: MRI）の新しい応用の一つである生体の硬さ
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情報を画像化する MR elastography（MRE）を用いて、

前述の3つの情報の非侵襲的な画像モニタリングの開発

に向けた基礎的知見を得ることを目的とする。振動装置

としてパラメトリックスピーカを用いた。振動系をシミ

ュレーションした結果、外部より直接脳を揺らす方法だ

と脳脊髄液による減衰により振動強度が十分に得られず、

また上顎を揺らした場合頭蓋形状により振動方向が複数

になった。本研究で使用する MRE 法は、リードアウト

傾斜磁場方向と垂直方向の波の伝播現象を用いるので、

振動の伝わる方向の制御が必要不可欠である結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］MR elastography、力学特性、数値モデ

ル 

 

［研 究 題 目］パルスジェットメスによる末梢神経機能

温存下拡大経蝶形骨洞腫瘍摘出法の開発 

［研究代表者］小川 欣一（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、末梢神経機能温存下に腫瘍を摘出す

る手術デバイス（パルスジェットメス）の開発である。

本研究では、更に難易度の高い末梢神経の機能温存下の

腫瘍摘出を目的とし、組織選択性を高めるための流体工

学的基礎実験を行い、得られた結果を動物実験で検証し、

研究期間終了時に倫理委員会の承認を得て臨床応用に移

行可能な知見を得る事を達成目標とする。神経への適用

を考える上で、組織性状について文献値を用いて、数値

計算によるシミュレーションを担当した。数値計算にお

いて、飛沫の飛翔範囲についても組織破砕と共にシミュ

レーションすることを試みた。計算では最初arbitrary 
lagrangian-eulerian法（以下、ALE法）を用いて、脳

組織、間欠的液体ジェットの飛沫をシミュレーションし

た。結果として、1）多大な演算時間を必要とする、2）

モデルの変更に時間を要する、ことが明らかとなり、臨

床で想定される使用法を全てシミュレートするには適さ

ない方法であることがわかった。そこで次に、粒子法の

1つであるsmoothed particle hydrodynamics法（以下、

SPH法）の適用を試みた。SPH法の特徴はモデル作成

の簡便さと短い計算時間である。まずSPH法が適用可能

であるか、剛体を対象に間欠的液体ジェットを照射する

シミュレーションを行った。今回適用してみた結果では、

液体側の飛沫計算の際、計算が発散してしまうことが判

明した。これは粒子間の干渉条件に起因するもので、今

後はこの点を改良し、更には破断についても考慮したモ

デルを作成計算し、結果を検証する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ジェット、組織破断、飛沫シミュレーシ

ョン 

 

［研 究 題 目］インフラ途絶下において利用可能な体温

管理システムの開発 

［研究代表者］古川 崇（東北大学） 

［研究担当者］鷲尾 利克（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、インフラが機能停止した際において

も、36度±1度の範囲で無、あるいは最小限のエネルギ

ーで簡易的に体温管理を実現する機器の開発につなげる

ための基礎知見を得ることである。開発する機器像とし

ては、熱輻射、流体制御によるものを想定しており、流

体工学的な見地から基礎実験を行う。担当は、体温維持

を可能とする既存製品もしくは、既存技術の発掘である。

東北大震災をキッカケに、通常の救命救急病棟でも使用

出来る（日常的な医療関連用品にもなる）ことを重要視

し、検索を行った。検索結果では、1）保温に関しては

個人で使用出来るものから、建屋を対象にした技術は存

在する、2）しかしながら、既存の設備に取り込むのは

簡便ではない、3）救命救急病棟の日常品になる価格で

はない、4）夏場を想定した場合、熱中症を防止したい

が外気温より下げることは出来ても、36度±1度を保つ

ことは素材のみでは不可能、であることが明らかとなっ

た。特に価格の制限は多大で、既存製品では医療費を押

し上げるだけであり、多くの医療現場に導入することは

不可能であることを明らかにした。今後は、低エネルギ

ーによる体温管理に関する流体力学的可能性を検証する。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体温維持、輻射熱、素材 

 

［研 究 題 目］生体内超音波ビーム計測及び制御法を用

いた低侵襲超音波診断治療統合システム 

［研究代表者］松本 洋一郎（東京大学） 

［研究担当者］葭仲 潔（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、松本 洋一郎、高木 周、

光石 衛、東 隆（以上、東京大学）、 

沖田 浩平（日本大学）、梅村 晋一郎

（東北大学）、村垣 善浩（東京女子医

科大学）（常勤職員1名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

超音波治療は侵襲性の低い治療法として期待されてお

り、一部実用化されているが、治療ビームの位置精度の

向上が安全で確実な治療の実現には必要である。この課

題を解決するべく、以下の要素技術を開発し、これを備

えたシステムを構築する。要素技術として、（1）生体内

超音波ビームの計測技術、（2）アレイ素子の位相最適化

によるビーム制御技術、（3）ロボティック技術を応用し

た、標的追従のビーム制御技術、（4）生体内超音波伝搬

シミュレーション技術を開発する。これらの要素技術を

統合して、機能評価と改良を行う。また、本技術によっ

て初めて実現可能となる定量的ビーム制御に基づいた非
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線形作用を活用した新たな超音波治療技術の実現性を検

討し、超音波治療を低侵襲治療技術として確立する。更

に、対象部位を全方位から取り囲む形状の新規なトラン

スデューサー形状の採用により、安全性と治療効率を両

立した超音波治療技術を確立する。本年度は、それぞれ

の要素技術において実験を行うためのプロトタイプの仕

様策定ならびに実機の試作、計算モデルの構築を行い、

実機の性能評価に向けた準備を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、超音波

トランスデューサー 

 

［研 究 題 目］非侵襲超音波痛み評価・治療統合システ

ム 

［研究代表者］小泉 憲裕（東京大学） 

［研究担当者］葭仲 潔（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）、 

小泉 憲裕（東京大学）、 

川崎 元敬（高知大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

強力集束超音波（High Intensity Focused Ultrasound：
HIFU）による非侵襲治療技術は、球面型の超音波振動

子を用いて超音波を集束させることにより、周りの体組

織に損傷を与えることなく、体内の狭い領域にエネルギ

ーを集中させるというものであり、正常な組織を損傷さ

せることなく患部のみを治療することができる。しかし

ながら、HIFU を利用した既存のシステムに共通する主

要な問題点の一つとして、呼吸をはじめとする臓器の運

動に対する補償が行なわれていないことがあげられる。

そのため、呼吸を制御した状態で治療を行なう必要があ

り、患者や医師への負担が大きくなる。本研究で提案す

る非侵襲超音波痛み評価・治療統合システムとは、痛み

を発生する患部に追従・モニタリングしながら、超音波

を集束させてピンポイントに患部へ照射することにより、

痛み緩和を非侵襲かつ低負担で行なおうとするものであ

る。本研究課題は、骨転移がんの医療診断・治療技能を

取り上げ、HIFU を利用した非侵襲超音波診断・治療統

合システムの構築法を確立することを目的とする。本年

度は、本課題における基礎実験系を構築するためのシス

テムデザイン、ならびに超音波振動子仕様の基礎検討を

主に行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］超音波診断・治療、集束超音波、超音波

超音波振動子 

 

［研 究 題 目］体外補助循環における出血・血液凝固の

非侵襲連続光診断法の確立 

［研究代表者］迫田 大輔（ヒューマンライフテクノロ

ジー研究部門） 

［研究担当者］迫田 大輔（他1名） 

［研 究 内 容］ 

血液透析、人工心肺、左心室補助などの体外循環治療

において、出血、赤血球破壊、血液凝固が問題となって

おり、これらを最小限するため、生体に無害な可視・近

赤外光によって血液状態を常時監視するモニタリングシ

ステムの開発を行っている。 

平成24年度の主な成果として、人工心肺回路の血流内

光伝播シミュレーションを開発した。血液は赤く濁って

いるが、それは赤血球によって光が吸収・散乱されるた

めである。赤血球は流動しているため、血流中の赤血球

の配向や分布の変化よって散乱が変化する。そこで、両

凹円盤形状の赤血球をモデル化し、幾何光学に基づいて

赤血球境界における光子の振る舞いを表現するシミュレ

ーション（pciMC）を開発した。実験において人工心肺

回路に He-Ne レーザーを照射してその光散乱分布を計

測し、一方シミュレーション内で、流体力学に基づく流

れ場中の赤血球の配向（Tumbling motion）を表現し、

実験で得た散乱分布と最も適合する赤血球の配向表現を

解くことで、人工心肺回路の血流内光伝播シミュレーシ

ョンを完成させた。このシミュレーションを使って、血

液中の赤血球内外の光路長を計算し、光を吸収させる物

質がどれくらい含まれているのかを推定することで、採

血測定との誤差1%以下で、赤血球密度（ヘマトクリッ

ト）を定量することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］体外補助循環、血液、光計測、非侵襲診

断 

 
［研 究 題 目］電界誘起電子スピン共鳴法による有機

トランジスタ界面トラップ準位の微視的

起源の同定 

［研究代表者］長谷川 達生（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］長谷川 達生、山田 寿一、 

堀内 佐智雄、松井 弘之、堤 潤也、

井川 光弘、金井 直之、高橋 永次 

（常勤職員5名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、有機薄膜トランジスタにおいて、ゲート電

圧により蓄積したキャリアが持つスピンを探針とする電

界誘起電子スピン共鳴（FI-ESR）法を用いて、デバイ

ス特性を劣化させる構造的・化学的要因を調べる評価解

析法を確立することを目的とする。最終年度である本年

度は、前年度までに得られた知見を総合し、デバイス内

のキャリアを局在化する原因の理論的な解析、各種の新

材料への適用による手法の一般化、および成果普及に取

り組んだ。第一に、半導体とゲート絶縁層の界面近傍で

キャリア輸送が生じるデバイス構造の特徴に着目し、絶

縁層内の電荷分布の乱れがキャリア輸送に及ぼす影響を
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理論的なモデル解析により調べた。高分子によるゲート

絶縁層を想定し、極性基のランダムな分布によって半導

体界面に誘起されるポテンシャル揺らぎを見積もった結

果、その揺らぎが数十 meV に及び、これが FI-ESR 法

で観測された連続的な浅いトラップ準位を与えることが

明らかになった。第二に、昨年度開発した微結晶内・微

結晶間のキャリア輸送を分離する評価解析法を、近年開

発が進むドナー・アクセプター型ポリマー半導体に適用

し、輸送機構を精密に評価した。プッシュコート法によ

り高撥水基板上に製膜した PNDTBT 薄膜について、

FI-ESR スペクトルと伝達特性の温度依存性とその比

較・解析から、微結晶内・微結晶間の運動頻度とともに、

電極における障壁ポテンシャルが見積もられることを明

らかにした。第三に、以上を含む研究成果を日本物理学

会誌等に解説記事を寄稿し、本研究によって得られた研

究成果の普及を図った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］有機半導体、ポリマー半導体、プリンテ

ッドエレクトロニクス、有機エレクトロ

ニクス、電子スピン共鳴 

 

［研 究 題 目］分子軌道設計による新規電子相の開拓 

［研究代表者］堀内 佐智雄（フレキシブルエレクトロ

ニクス研究センター） 

［研究担当者］堀内 佐智雄、長谷川 達生、 

山田 寿一、野田 祐樹（フレキシブル

エレクトロニクス研究センター） 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、新学術領域研究「分子自由度が拓く新

物質科学」領域の計画班（班長：小林 昭子 日本大学教

授）として、内部自由度を持つ物質特有の物性制御とし

て分子軌道設計による新規電子相の開拓を行っている。

物質開発、理論計算、電子密度精密解析の3つのグルー

プが連携しながら、新物質･新現象の発見、さらには新

材料･新機能の開発に取り組んでいる。本研究では、物

質開発グループとして当計画班に参画し、水素結合やπ

分子軌道の外部要因への高い感受性を利用した新たな誘

電体や電子相の開拓を課題とし、a)酸-塩基超分子、b)

水素結合単成分系、c)電荷移動錯体について、物質開発

を展開している。これまでに巨大な自発分極値をもつ

数々の有機強誘電体を見出した。当年度は、研究プロジ

ェクトの最終年度でもあり、5年間の研究成果も総括し

た。酸－塩基超分子として、アニル酸類とフェナジンや

ピリジン類などの塩基を共晶化した結晶では、計12例の

新規強誘電体を発見し、強誘電性発現におけるプロトン

の役割を回折実験などにより明らかにできた。酸－塩基

超分子で得た強誘電性発現原理を応用し、プロトン供与

基と受容基を併せ持つ単一成分系分子にも開発対象が広

がった。電荷移動錯体については、分子間の電子移動が

巨大な分極を担う「電子型強誘電体」なる、極めて特異

な強誘電体を世界に先駆けて見出した。このように、電

子またはプロトン授受機構が、永久双極子をもつ剛体を

特徴とした従来の有機強誘電体との違いを象徴している。

そこで、これらの新規強誘電体を「ドナー・アクセプタ

ー型有機強誘電体」と呼ぶことを提唱した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］物質科学、分子軌道、誘電性、相転移現

象、電子状態 

 

［研 究 題 目］電荷移動励起子を用いた光電変換機能の

開発 

［研究代表者］堤 潤也（フレキシブルエレクトロニク

ス研究センター） 

［研究担当者］堤 潤也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

研究分野「機能材料・デバイス」で採択された「電荷

移動励起子を用いた光電変換機能の開発」（JSPS 科研

費若手 B）において、研究代表者として研究を進めてい

る。本研究では、有機太陽電池について、電荷移動励起

子を用いた新たな光電変換機能を開発することを目的と

し、これを可能とするドナー・アクセプター（DA）分

子化合物半導体材料の創生と、その電荷分離機構の解明

に取り組んでいる。本年度は、電荷移動度の異なる種々

の DA 分子化合物半導体材料を共昇華法により作製し、

その電荷分離機構をレーザー誘起光電流法を用いて系統

的に調べた。これにより、DA 分子化合物半導体が、通

常の単一成分系有機半導体に比べてはるかに電荷分離し

やすいことを見出し、有機太陽電池用半導体として極め

て優れた材料であることを明らかにした。また、中程度

の電荷移動度をもつ分子化合物半導体が最も電荷分離し

やすく、光電変換に適していることを見出した。今後は、

DA 分子化合物半導体についてさらに研究を進めつつ、

類似の電子構造を有する DA 型ポリマー半導体について

も研究を進め、これらの光電変換機構について共通の知

見を得ることを試みる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］有機太陽電池、電荷移動錯体、電荷移動

励起子、光電変換、電荷分離 

 

［研 究 題 目］ハイドレート技術を用いた農工融合によ

る低炭素社会の実現に関する研究 

［研究代表者］松尾 誠治（東京大学） 

［研究担当者］山本 佳孝（メタンハイドレート研究セ

ンター） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、工場等から発生する CO2を低コストの

ハイドレート技術により分離し、そこで生成した CO2

並びに冷熱を農業圏のハウスや植物工場に供給し利用す
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る農工融合型環境負荷低減システムを提案する。これに

より、莫大な費用を要する CCS による CO2量の削減と

冷熱との同時供給による光合成速度の増進すなわち農業

生産の増加を図る。MH センターでは、工業圏での効

率的 CO2ハイドレート生成法及び農業圏での CO2ハイ

ドレート冷熱・生育用 CO2供給のための効率的分解法

の研究等を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］CO2削減・有効利用、CO2ハイドレート、

冷熱の効率的利用、CCS、農業生産増

加、農工融合型環境負荷低減システム 
 

［研 究 題 目］白金を含む多元金属ナノ粒子の内部構造

と触媒活性の関係の研究 

［研究代表者］山本 孝夫（大阪大学） 

［研究担当者］秋田 知樹（ユビキタスエネルギー研究

部門）（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 超音波や荷電粒子、放射線などの特殊反応場を利用し

て作製した多元金属ナノ粒子を作製しその微細構造と触

媒機能の関係を明らかにすることを目標に、透過型電子

顕微鏡による微粒子の構造解析を行った。収差補正装置

を搭載した分析電子顕微鏡を用いて超音波照射によって

作製した金-パラジウム・コア-シェル粒子の観察、分析

を行った。高角度散乱環状暗視野走査透過型電子顕微鏡

（HAADF-STEM）により金を中心にパラジウムが層

状に覆うコアシェル構造であることを確認して、エネル

ギー分散型 X 線分光（EDS）による分析を行った。検

出立体角を大きく有する、EDS システムを用いて、低

倍率の分析では HAADF-STEM で明るく観察される部

分からは金、パラジウムの信号が共に確認でき、各粒子

は金、パラジウムを含んでいることが確認できた。 

 さらに、走査型透過電子顕微鏡法（STEM）と EDS
によるスペクトラム・イメージング法を適用し、5-

10nm 程度の粒子径を持つ金－パラジウム微粒子におい

て、金、パラジウムの EDS による元素マッピング像の

取得を試みた。 

 その結果、1-2nm 厚さのパラジウム－シェルが金粒

子を覆っている様子を元素分布像として得ることができ

た。このような手法を用いて、白金－ルテニウム触媒の

組成分析を試みた結果、5nm 程度の粒子内の白金-ルテ

ニウムの分布像を得ることができた。白金が粒子表面で

多くなっている粒子などが観察されたが、白金－ルテニ

ウムの組成分布は粒子ごとに大きく異なることがわかっ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］微粒子、電子顕微鏡、触媒 

 

［研 究 題 目］開殻分子系の開殻因子、荷電・スピン状

態を制御因子とする新規非線形光学物質

の設計 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 開殻電子構造を持つ分子とその開殻因子、荷電・スピ

ン状態を新しい制御・指標パラメーターとする新規非線

形光学物質の設計および制御指針の確立と創成を目指す。

これまでの研究で合成された一重項ジラジカル（ジフェ

ナレニル系ラジカル、ナノグラフェン等）に関して、ジ

ラジカル因子と観測量との関係式に基づいて実験結果か

らジラジカル性を決定する方法を確立し、理論計算から

得られる値との相関を明らかにするとともに、ジラジカ

ル因子の外部電場印加や置換基導入などの効果を明らか

にし、実在分子系にも適用可能な理論計算手法の確立を

行う。これらの計画の元、ジラジカル性を持つ開殻化合

物の赤外域での非線形光学特性、特に省エネルギー技術

への展開が見込まれる二光子吸収特性について、その実

測を担当する。本年度は、開殻電子構造を持ち、二光子

吸収特性が比較的高いことを昨年度までに見いだした Z
型の立体構造をもつ縮環芳香族化合物について、その縮

環骨格を変形させること無くπ電子系を拡張すべく三重

結合からなる直線状π電子共役系で拡張した分子系につ

いて、その二光子吸収特性を評価した。基本骨格のみの

分子種に比べ、π電子共役系を拡張した系は期待通りよ

り強い二光子吸収を示した。拡張したπ電子共役系の末

端に電子供与系もしくは電子受容性の置換基を導入する

ことで、二光子吸収の強度はさらに増大した。これらの

ことから、ジラジカル因子と電子供与・受容性基の導入

という、2つの制御因子が互いに損なうこと無く加成的

に用いることができること実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］開殻電子構造、ラジカル、二光子吸収 

 

［研 究 題 目］第一原理計算によるバルクナノメタルの

基礎物性設計 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、田中 真悟、王 昊 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 金属系の構造材料やエネルギー材料の特性は、粒界や

界面、欠陥の構造とエネルギー、諸性質に大きく支配さ

れる。特に粒界・界面の割合が飛躍的に増える微細粒組

織の材料では、粒界・界面・欠陥の構造や安定性、諸性

質、応力下での挙動の理解が不可欠である。本研究では、

粒界・界面・欠陥の構造や応力下での挙動を高精度にシ

ミュレートするための第一原理計算技術、特に局所エネ

ルギー・局所応力の計算法を開発する。密度汎関数理論

に基づく平面波基底の第一原理計算法において、エネル
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ギー密度、応力密度を計算する手法は既に提案されてお

り、それらを局所領域で積分すれば、理論的に局所エネ

ルギー、局所応力が計算できる。しかし、gauge 依存性

（関数形の選択への依存）のため、unique な物理量と

して、局所エネルギー、局所応力を得ることは容易では

ない。そこで、gauge 依存性が消えるような局所領域を

決定する計算技術の確立が必要となる。本年度は、

Bader 積分法の計算技術を検討し、粒界・界面・欠陥

系で、原子毎に局所エネルギー、局所応力が計算できる

ことを実証した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］第一原理計算、粒界・界面、局所エネル

ギー、局所応力 

 

［研 究 題 目］薬物送達システムに資する無機中空蛍光

体の蛍光特性に関する基礎的研究 

［研究代表者］神 哲郎 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］神 哲郎、落石 知世（バイオメディカ

ル研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、中空構造および多機能を有する高輝度希

土類系蛍光体のドラッグデリバリーシステム（DDS）
の創成について検討する。平成24年度は、以下の材料創

成および機能発現を目標とした。 

1. ガドリニウムを含有する蛍光体について酸化物系な

らびにガラス系で創成する。 

2. 末端に抗体を有する有機化合物で改質してガン細胞

や組織上へ化学的に結合できるようにした希土類蛍光

体微粒子を励起光照射による強い蛍光でガン組織の直

接目視を可能にする機能を付加する。 

 結果として得られた成果は以下の通りである。 

 粒径100～500nm を有するポリマー微粒子をテンプレ

ートとして、希土類（Y, Gd, Eu）硝酸塩アルコール

溶液をコーティングして水熱処理し、空気中で加熱して

テンプレート剤を燃焼除去し中空粒子を得ることができ

た。X 線回折から Gd2O3:Eu3+に帰属され、組成分析か

ら（Y, Gd)2O3:Eu3+であることがわかった。さらに

SEM 像から粒径がいずれも500nm 以下であり、完全な

閉殻構造であることが明らかとなった。 

 ヒト由来乳ガン細胞を培養して、これに葉酸誘導体で

表面改質した上記希土類蛍光体を蒔いて付着させ、その

表面の蛍光について検討した。結果として、ガン細胞膜

表面に 当該蛍光体を固定化させ、表面を赤色発光させ

ることに成功した。 

 一方、現在、ガンの治療法として、非常に注目を集め

ているホウ素中性子捕捉療法（BNCT）に着目し、ホウ

ケイ酸ガラスを母体ガラスとし、当該ガラス中に

GdBO3:Eu3+の蛍光結晶が析出する条件を検討した。当

該結晶は、共沈法やゾルゲル法等の溶液法によって得る

のは非常に困難であるが、Na2O-B2O3-SiO2系ボロシリ

ケートガラスに Y2O3と Gd2O3を添加し、1600℃程度で

溶融、ガラス化し、その後結晶化する手法によって、単

相の状態で当該結晶が得られることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］希土類蛍光体、ドラッグデリバリーシス

テム、ナノ材料、分相ガラス、蛍光特性 

 

［研 究 題 目］リチウムイオン電池材料の表面・界面の

原子･電子レベル解析 

［研究代表者］香山 正憲 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］香山 正憲、橘田 晃宜、前田 泰、 

田中 真悟、秋田 知樹、田中 孝治、 

吉川 純（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 リチウムイオン電池の容量や出力、充放電速度、耐久

性等を飛躍的に高めるためには、電極材料の表面や電極

／電解質界面の微視的な構造や充放電過程での原子・電

子挙動を解明し、確固とした設計指針を構築することが

必要である。本研究では、性能を大きく支配する電極活

物質の表面・界面、電解質／電極界面を取り上げ、電子

顕微鏡観察、走査プローブ顕微鏡観察、第一原理計算の

三つの手法の緊密な連携により、表面・界面の微視的な

構造や Li の出入りに伴う原子・電子挙動、構造変化を

明らかにする。具体的には、スピネル型チタン酸リチウ

ム（LTO）について、電子顕微鏡観察と走査プローブ

顕微鏡の両方を適用し、第一原理計算も用いることで、

表面構造の詳細解析を進めた。さらに、充放電過程での

試料観察を行い、Li の出入りによる表面・バルクの構

造変化の解析を進めている。また、第一原理計算では、

電子線エネルギー損失スペクトル（EELS）の高精度シ

ミュレーション手法を検討し、実験との比較検討を行っ

ている。本年度は、特に LTO 表面の詳細な原子配列観

察、電極二次粒子での Li 吸収相の伝播の様子の

STEM-EELS 法解析を進めた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウムイオン電池、電子顕微鏡、走査

プローブ顕微鏡、第一原理計算 

 

［研 究 題 目］放電プラズマプロセスによる次世代二次

電池用コンポジット電極の創製 

［研究代表者］作田 敦 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］作田 敦、竹内 友成、小林 弘典 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、二次電池のエネルギー密度の向上を目的

として、高容量正極材料の開発を目指す。現在のリチウ

ムイオン二次電池にはリチウム金属酸化物が正極活物質



研 究 

(784) 

として用いられているが、硫黄を正極活物質として用い

ることで、現状の数倍の理論エネルギー密度を有する二

次電池の開発が可能になる。硫黄正極の高性能化には、

硫黄のナノ化、電子伝導性の向上、レドックスシャトル

機構の制御が有効である。本研究では、放電プラズマ焼

結装置を用いる新規な機能性カーボンの合成プロセスの

開発を目指す。 

 平成24年度は、次世代型二次電池であるリチウム－硫

黄二次電池用のコンポジット正極の電気化学的特性評価

及び、新規機能性カーボンの合成法の探索を行った。本

研究の開発目標であるカーボン－硫黄コンポジット正極

の比較対象として、ボールミルを用いて市販のナノカー

ボンと硫黄のコンポジット材料を作製し、有機電解液及

び無機固体電解質を用いた電気化学セルを用いて正極の

評価を行った。無機固体電解質としては、硫化物系固体

電解質を用いた。有機電解液を用いたセルで評価した場

合、初回放電時には約800mAh g-1の容量が得られるが、

充放電の効率が悪く多硫化物が電解液中に溶出すること

を確認した。カーボンと硫黄の複合化手法を検討する中

で、長時間ボールミル処理を行うと低容量化するが、充

放電効率が高く、充放電サイクル寿命が高い材料が得ら

れることが分かった。無機固体電解質を用いた場合には、

理論容量に近い1500mAh g-1の充放電容量が得られ、サ

イクル性も比較的良好であった。現状では多量のカーボ

ンと固体電解質が必要であり、硫黄の重量比は50wt%以

下である。適切な細孔径を有するカーボン中に硫黄を担

持することで、硫黄のナノ化、電子伝導性の向上、レド

ックスシャトル抑制の同時解決が期待される。出発物質

としてスクロースやクエン酸を用いて、放電プラズマプ

ロセスでカーボンを合成した場合、軟化によって下限値

の加圧によっても形状保持できず、メソ細孔を有するカ

ーボンは得られないことが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウム電池、革新電池、硫

黄、正極、炭素、通電焼結 

 

［研 究 題 目］次世代高エネルギー密度型リチウムイオ

ン電池およびナトリウムイオン電池用正

極材料 

［研究代表者］鹿野 昌弘 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鹿野 昌弘、小林 弘典、 

BEN YAHIA Hamdi 
（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 次世代の高エネルギー密度型リチウムイオン電池およ

びナトリウムイオン電池用正極材料開発を目指し、各種

酸化物の合成と電気化学的特性評価を行っている。本研

究の特徴は、結晶学的見地による材料の設計を行い材料

合成プロセスの最適化を検討するものである。本年度に

おいては、ポリアニオン系の材料をベースに多様なオキ

シフッ化物について検討を開始したところであり、単結

晶および多結晶の X 線回折法を用いた結晶構造解析に

よる相の同定と結晶構造の確定を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二次電池、リチウムイオン電池、ナトリ

ウムイオン電池、正極 

 

［研 究 題 目］高性能水素貯蔵材料としてのホウ素－炭

素－窒素系多孔質高分子の研究 

［研究代表者］徐 強（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Arshad Aijaz 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水素エネルギー社会を支えるキーテクノロジーとして、

高効率水素貯蔵技術の確立が求められている。最近、多

孔質金属配位高分子材料による水素貯蔵が盛んに研究さ

れているが、フレームワークと水素との相互作用が弱く、

十分な水素吸蔵量を得るには低い吸蔵温度（液体窒素温

度付近）が必要である。そのために、水素との相互作用

が強く、高密度水素を可逆的に吸蔵・放出できる水素貯

蔵材料の開発が強く求められている。本研究では、新し

い試みとしてホウ素－炭素－窒素（BCN）系多孔質高

分子による高性能可逆的水素貯蔵技術の確立を目的とし

ている。テンプレートとして多孔質の金属配位高分子材

料を使用して、ホウ素、窒素及びホウ素・窒素系前駆体

を導入し、処理条件を制御することにより、ホウ素、窒

素及びホウ素・窒素ドープされた炭素材料を合成した。

塩基性窒素（N）ドープされた炭素材料は、高い CO2吸

着量及び高い吸着熱を有することがわかった。一方、ホ

ウ素（B）ドープされたカーボンフレームワークは、比

較的低い CO2吸収量を示す一方、より高い水素吸着能

力を示した。X 線構造解析を行い、多孔質フレームワー

クの構造に関する情報を明らかにした。吸着等温線測定

を行い、比表面積及び細孔径分布を明らかにし、CO2、

N2や H2と多孔質フレームワークとの相互作用について

の情報を得た。金属でのスピルオーバーによって、水素

の吸着が促進される可能性があるため、ホウ素、窒素及

びホウ素・窒素を組み込んだカーボンフレームワークに

貴金属をドープし、水素吸着能の向上に取り組んでいる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］高性能液相化学水素貯蔵材料の研究 

［研究代表者］徐 強（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Mahendra Yadav 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで報告されている化学的水素貯蔵材料の主なも

のは水素放出温度が高い上、固相材料であったため、自



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(785) 

動車等の移動型供給先への充填や副生成物の回収・再生

が困難であった。そのために、水素含有量が高く、温和

な条件下で水素放出が可能で且つ移動型タンクへの充填

が容易な液状の化学的水素貯蔵材料の開発が強く求めら

れている。本研究では、液相化学的水素貯蔵材料を取り

上げ、温和な条件下での水素発生触媒の開発を目的とし

ている。さまざまなシリカナノ球に内包／担持された

Pd ナノ粒子の合成とキャラクタリゼーションを行った。

これらのシリカナノ球に内包／担持された Pd ナノ粒子

は、温和な温度でギ酸分解・水素発生反応に高い触媒活

性を示した。ここで、ポリオキシエチレンノニルフェニ

ルエーテル／シクロヘキサン逆ミセル系において、

Pd(NH3)4Cl2前駆体を用いて合成を行い、ついで

NaBH4を用いて還元を行い、中空シリカナノ球に内包

された Pd ナノ粒子（Pd@SiO2）を合成した。また、逆

ミセル法により、シリカナノ球を合成し、さらに

Pd(NH3)4Cl2前駆体を含浸法によってシリカナノ球に担

持させ、ついで NaBH4を用いて還元を行い、シリカナ

ノ球担持 Pd ナノ粒子（Pd/SiO2）を合成した。

Pd@SiO2及び Pd/SiO2触媒は、市販シリカに担持された

Pd ナノ粒子触媒よりもギ酸分解・水素発生反応に高い

触媒活性を示した。シリカ担体の表面基と Pd ナノ粒子

との相互作用は触媒活性に大変重要であることが示唆さ

れた。本水素発生システムによって、高い重量・体積密

度の水素貯蔵が可能であり、且つ比較的温和な反応条件

において高い速度で水素を放出することが可能であるこ

とを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］新しい液相窒素系水素貯蔵材料の研究 

［研究代表者］徐 強（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Ashish Kumar Singh 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い水素含有量を持ち、燃料電池用水素源として高い

可能性を持つ液相窒素系水素化物であるヒドラジン水和

物に注目し、ヒドラジン水和物の触媒による選択的完全

分解反応で、温和な温度において、NaOH 水溶液で合

成した白金とニッケル（PtNi）の高分散合金ナノ粒子

触媒を用いた場合、高い効率で水素ガスを発生させるこ

とができることを見出した。NaOH 水溶液中では、界

面活性剤などの保護剤を用いることなく、白金とニッケ

ル（PtNi）の高分散合金ナノ粒子を合成した。PtNi 二

成分合金ナノ粒子触媒の組成を調節して、触媒活性・水

素生成選択性評価を行ったところ、100%水素選択率を

示す組成領域を明らかにした。さらに、NaOH 水溶液

で合成した、界面活性剤を持たない高分散 PtNi 合金ナ

ノ粒子触媒は、通常の水溶液で界面活性剤を用いて合成

した PtNi 合金ナノ粒子触媒よりも高い触媒活性を示す

ことが明らかになった。放出ガスの体積測定から、ヒド

ラジンの完全分解反応 H2NNH2→N2+2H2が選択的に進

行していることが確認された。TEM 観察により、界面

活性剤を持たないにもかかわらず PtNi の平均粒径は約

2.4nm と小さく、高分散状態にあることが明らかにな

った。XPS 測定により、PtNi 二成分合金ナノ粒子とな

っていることがわかった。この合金ナノ粒子が高活性・

高選択性を有することは、触媒表面に両成分とも存在し、

完全分解・水素生成に有利なヒドラジン結合活性化に寄

与していることを示している。また、NaOH 溶液中に

おいて、PtNi の水酸化物ナノ粒子を経由し、且つ OH-

基がナノ粒子の保護剤の役割を果たして、高分散の超微

細 PtNi 合金ナノ粒子が形成されていることが示唆され

た。ヒドラジン水和物は、液体であるため移動型燃料タ

ンクへの充填が容易であり、既存の液体燃料用供給・貯

蔵インフラ設備が利用可能という大きなメリットを有す

る。さらに完全分解によって水素と窒素に分解するため、

生成物回収・再生が不要である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］新しい窒素－ホウ素系化学水素貯蔵材料

の研究 

［研究代表者］徐 強（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］徐 強、Di-Chang Zhong 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 高い水素含有量（15.4重量%)を持ち、燃料電池用水

素源として高い可能性を持つヒドラジンボラン

（Hydrazine Borane, N2H4BH3）に注目し、ヒドラジ

ンボランの脱水素化反応において、温和な温度において、

低コストの非貴金属の合金ナノ粒子触媒を用いることに

より、制御可能な条件下で水素ガスを効率よく発生させ

ることができることを見出した。鉄（Fe）やニッケル

（Ni）の単金属ナノ粒子触媒を用いた場合、-BH3グル

ープの加水分解が効率よく進行する一方、-N2H4グルー

プの分解による水素生成反応が進行しないことがわかっ

た。一方、70℃、NaOH 共存条件下において、鉄とニ

ッケルの複合金属触媒を用いることにより、-BH3グル

ープの加水分解が効率よく進行するだけでなく、-N2H4

グループの分解反応からも選択的に水素を発生させるこ

とができることを見出した。本反応では、-BH3グルー

プの加水分解は、単成分や2成分複合金属触媒のどちら

でも比較的容易に進行し、3当量の水素ガスを発生する

が、-N2H4グループの分解反応における水素生成の選択

率は、金属の種類や金属の組成に大きく影響されること

がわかった。鉄とニッケルの比を1:1に調整し、温度を

70℃、NaOH の濃度を0.5M にすることにより、水素生

成の選択率はほぼ100%に達することを見出した。本結

果は、燃料電池用水素源として高い可能性を持つヒドラ
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ジンボランの脱水素化反応において、高価な貴金属触媒

を必要とせず、低コストの非貴金属の触媒でも、選択的

に水素を完全発生させることができることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］水素、燃料電池 

 

［研 究 題 目］電極触媒のナノ界面研究 

［研究代表者］前田 泰 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］前田 泰、荒井 富士子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 燃料電池、特に低温で使用する固体高分子形燃料電池

（PEFC）において、高性能電極触媒の開発は実用化に

向けた重要な技術的課題である。その開発に向けた試み

の一つとしてナノクラスター化がある。これはクラスタ

ーの量子サイズ効果を期待したものである。構造として

は、白金ナノクラスターなどの触媒が導電性電極に分散

・固定されたものになるが、この時ナノへテロ界面の理

解が必要不可欠となる。 

 我々は、金ナノクラスター触媒を対象としてナノへテ

ロ界面の研究に取り組んできた。金ナノクラスター触媒

では、金クラスターと担体との接合界面もしくは周縁部

が活性に寄与していると考えられている。即ち、ナノへ

テロ界面の性質が金の活性化という極めて特異な現象を

引き起こしている。そのメカニズムを明らかにするため

に、電子顕微鏡、表面科学、第一原理計算の連携による

詳細な解析を行ってきた。例えば、走査トンネル顕微鏡

（STM）による LBH（Local Barrier Height）測定で

は、局所仕事関数に対応する量である LBH とエネルギ

ーギャップとに相関があることなどを見出した。つまり、

金クラスターの電位や界面での電荷移動などが量子サイ

ズ効果の影響を受けることが明らかになっている。 

 こうした研究背景から、本研究ではこれまでの研究成

果を固液界面にまで拡張し、電極触媒ナノ界面の解析を

行うこととした。なぜなら、仕事関数や価数など電位に

関するパラメータは触媒機能に重要な役割を果たすだけ

でなく、固液界面における電気二重層もイオンの拡散な

どを通して電極の性能に影響を与えるからである。測定

は主に走査プローブ顕微鏡によって行うこととした。ナ

ノ界面ではわずかな構造の違いが性質に影響するため、

走査プローブ顕微鏡による個々のナノ界面の測定はこれ

を理解する上で有効な手段となる。 

 固液界面の性質を調べるためには、原子間力顕微鏡に

よるフォースカーブマッピング（FCM）測定が効果的

である。昨年度までに、SIS-AFM モードによる FCM
測定技術を確立したが、このモードでは測定時間が長い

ことが運用上の課題として残っていた。そこで本年度は、

位相フィードバックモードを新たに開発することで測定

時間の短縮を図った。本モードでは、探針－試料間距離

に変調をかけフォース信号の位相変化を検出する。これ

により液相からの粘性抵抗の影響を排除し、高速な

FCM 測が定可能になった。具体的には、1画面当たり

90分かかっていたものが、5分にまで短縮でき、実用的

な測定が可能になった。さらに本モードでは、従来より

も小さいフォースで測定することが可能であり、結果と

して面内分解能も向上することが明らかになった。 

 開発した測定モードを Rh 錯体触媒に適用した。この

触媒は研究代表者が所属する研究部門で開発されたもの

であり、有機分子系 PEFC 触媒としては最も実用化が

期待されるものの一つである。測定の結果、担体である

HOPG 上に凸構造が観察された。フォースカーブ情報

を用いて詳細に解析したところ、この構造は周囲に比べ

て変形しやすい（軟らかい）ことが明らかになった。こ

れは液相または気相分子の粗密にナノレベルのむらがあ

る可能性を示唆しており、こうしたナノレベルの分布構

造は電極触媒の特性に重要な影響を与えるものと予想さ

れることから、実際の触媒開発に対して重要な知見を与

えるものと考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］燃料電池、電極触媒、微粒子、表面電位、

仕事関数、走査プローブ顕微鏡 

 

［研 究 題 目］高励起状態への遷移による有機分子の短

波長励起二光子吸収特性の解明とその機

能化 

［研究代表者］鎌田 賢司 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］鎌田 賢司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光の電場によって揺らぎやすい電子を持つ有機分子系

について、600nm 以下の可視光短波長領域で高い励起

状態が関与した強い二光子吸収特性を持つ可能性を実験

的に検証する。可視光短波長領域の二光子吸収特性を評

価するための測定光学系を構築して、スペクトル測定を

行うとともに、高精度の量子化学計算も併用して観測さ

れた二光子遷移の帰属を行い、強い二光子吸収遷移が生

じる理由を明らかにする。さらに機能材料への応用展開

を図るため、二光子吸収誘起による微細パターンの高効

率な形成を目指す。今年度は昨年度に構築した短波長用

測定系を用いて分岐型フェニルエチニレン誘導体の

480nm までの二光子吸収スペクトルの測定を進めると

共に、その誘導体についての高精度の量子化学計算を行

った。測定結果より、二光子吸収断面積は波長が短くな

るに従い次第に増加して400nm の結果に近づく傾向を

示し、計算結果からは二光子吸収が強いと期待される高

い対称性を持つ励起状態が短波長域に存在することが示

された。また、分岐鎖数の異なる化合物についても測定

を行った結果、分岐鎖数が増えるにつれて二光子吸収断

面積が非線形的に著しく増大した。これらの結果は短波
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長に存在する対称性の高い励起状態が強い二光子吸収に

重要であることを示している。また既測定の環状オリゴ

フェニレン系化合物を発展させたナノケージ化合物の二

光子吸収スペクトル測定も行い、平面的な環構造を取る

方がより強い二光子吸収を生じることを明らかにした。

さらに特定の環状オリゴフェニレン系化合物では溶液中

および固体膜で二光子誘起反応が生じることが確認した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二光子吸収、有機材料、π電子共役系 

 

［研 究 題 目］二種の鎖状分子の同時配向制御と有機薄

膜太陽電池の異方的な電子物性に関する

研究 

［研究代表者］溝黒 登志子 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］溝黒 登志子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では p 型と n 型の鎖状π共役分子の配向制御

技術を確立し、配向制御した有機薄膜太陽電池特性と偏

光応答性を評価することで、異方的な電子物性と分子配

向との相関を調べる。オリゴチオフェンを始めとする鎖

状π共役分子は、分子鎖が基板に対して平行に配向する

と、電荷の移動が促進され、膜厚方向の導電性が向上す

る。同時に偏光応答性も生じる。しかし鎖状π共役分子

を基板に平行方向に配向させることは困難であるうえ、

2種類以上の鎖状分子を同時配向させた太陽電池の報告

例はほとんどない。 

 当方が有する摩擦転写法を用いて基板に平行に配列し

た p 型導電性高分子膜を形成し、この上に p 型鎖状π

共役分子を真空蒸着すると、下層の高分子配向膜をテン

プレートとし、高分子の配列方向に平行に配列した p
型鎖状π共役分子膜を容易に得られることが分かってい

る。 

 H24年度は、p 型導電性高分子膜上に蒸着して高分子

の主鎖方向に配列させた p 型鎖状分子膜上に n 型鎖状

分子をさらに蒸着させると、n 型鎖状分子が基板に平行

に配向することを偏光紫外可視（UV-vis）吸収測定と

X 線回折（XRD）測定により確認した。他方、基板に

対してランダムに配向している p 型鎖状分子膜上に n
型鎖状分子をさらに蒸着させると、n 型鎖状分子が基板

に対しほぼランダムもしくはほぼ垂直に配向することを

確認した。 

 さらに、p 型鎖状分子と n 型鎖状分子からなる p 層

および n 層が基板に対して平行に配向した有機薄膜太

陽電池と、素子構造は同じだが pn 層が基板に対してラ

ンダムに配向している有機薄膜太陽電池を作製し、p 型

鎖状分子と n 型鎖状分子の配向と太陽電池特性を評価

したところ、基板に対して平行に配向した p 型鎖状分

子と n 型鎖状分子からなる pn 型有機薄膜太陽電池の変

換効率の方が高くなることを見い出した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］分子配向制御、構造解析、有機薄膜太陽

電池、摩擦転写、導電性高分子、導電性

オリゴマー、鎖状分子 

 

［研 究 題 目］液晶内包シリカナノ粒子の研究 

［研究代表者］清水 洋 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］清水 洋、藤原 正浩、樋口 由美 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在の液晶ディスプレイはネマチック液晶が電圧印加

下、分子配向が変化し、それによる透過光の on/off を

基本原理とする。この場合、液晶分子は電極表面で一様

に配向し、これが電圧印加で変化する。基板界面との相

互作用は基板から数 nm と考えられ、中空シリカナノ粒

子のような数十～数百 nm の空孔を持つ媒体中に閉じ込

められたネマチック液晶の振る舞いを研究することは液

晶の新機能発掘に欠かせない。本研究は、徳島大学と共

同で Core shell 法及び Stöber 法等により室温ネマチッ

ク液晶を閉じ込めたシリカナノ粒子の調製法及び既存の

中空シリカマイクロカプセルへの液晶注入法を確立する

ことにより、ナノ空間に閉じ込められた液晶の挙動を知

ることを目的に研究に取り組む。昨年度見出した Core 
Shell 法で液晶分子（5CB）をシリカカプセル（内径

40nm）内に内包させる手法は物性を計測するに十分な

5CB 内包量を獲得することが難く新たに界面活性剤を

用いた手法を検討した。その結果5CB を内包したシリ

カナノ粒子の合成に成功した。一方、中空シリカマイク

ロカプセルへの5CB の外部からの注入法では減圧下、

5CB の液体温度で5CB を注入する手法を検討した結果、

体積充填率が70%を達成し、光学的には弱い電場応答を

確認できた。中空シリカ微粒子内の液晶性物質の挙動と

して閉じ込め系を考える上で重要な知見を得た。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］液晶、ナノ空間、省エネ家電技術 

 

［研 究 題 目］積層型水素吸蔵合金の水素吸蔵・放出特

性向上因子の抽出と高機能化に関する包

括的研究 

［研究代表者］田中 孝治 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］田中 孝治、竹下 博之（関西大学）、

宮村 弘（滋賀県立大学） 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 水素エネルギーはクリーンエネギーの代表候補の一つ

であるが、実用化には、水素吸蔵合金の水素貯蔵量や水

素吸蔵・放出温度の低下、反応速度の向上が不可欠であ

る。繰り返し圧延によって作製された積層型水素吸蔵合
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金は、水素吸蔵・放出温度の低下や反応速度の向上を示

す等、優れた特性を持つ。本研究では、積層型水素吸蔵

合金の水素吸蔵・放出のメカニズムを解明し、どのよう

な材料組織学的因子が水素吸蔵・放出温度の低下、反応

速度向上に貢献するかを明らかにし、優れた特性を持つ

材料開発の設計指針に資することを目的とする。 

 水素吸蔵・放出を途中で中断し、光学顕微鏡、SEM、

TEM を駆使してマルチスケールで各過程における組織

変化調べ、水素吸蔵のメカニズムを詳細に解析し、優れ

た水素吸蔵・放出特性を得るための材料組織学的因子を

抽出し、材料設計指針を得る。 

 初期水素化過程において2つの反応プロセスが存在し、

生成される微細組織が異なることを明らかにした。すな

わち、 

プロセス1：Mg と Cu の合金化とその後の Mg2Cu の水

素化が Mg の水素化に先んじる場合。 

4Mg(s)＋2Cu(s)＝2Mg2Cu(s) (1)、 

2Mg2Cu(s)＋3H2(g)＝3MgH2(s)＋MgCu2(s) (2) 

という反応が起こり、3MgH2(s)＋MgCu2(s)の3次元網

目組織となる。 

プロセス2：Mg の水素化が Mg と Cu の合金化に先ん

じる場合。 

4Mg(s)＋4H2(g)＝4MgH2(s) (3)、 

4MgH2(s)＋2Cu(s)＝3MgH2(g)＋MgCu2(s)＋H2(g) 
(4) 

という反応が起こり、MgCu2が層状に成長する。 

 反応(2)は、良く知られた Mg2Cu の水素化反応であ

るが、反応(4)は、水素雰囲気下での水素化物の分解反

応で有り、一般には知られていない。そこで、MgH2と

Cu の混合ペレットを水素雰囲気下で加熱し、MgH2と

Cu の間に MgCu2が生成することを SEM ならびに

XRD で確認し、実際に反応(4)が起こることを証明した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］積層型、水素吸蔵合金、水素吸蔵・放出

特性、向上因子 

 

［研 究 題 目］有機活物質によるリチウム二次電池レア

メタル正極の代替 

［研究代表者］八尾 勝 

（ユビキタスエネルギー研究部門） 

［研究担当者］八尾 勝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 リチウム二次電池の電極材料として通常用いられてい

るレアメタル酸化物を、酸化還元活性な低分子性有機物

で完全に代替することで、低環境負荷な二次電池を創出

できる。本研究代表者は、既にベンゾキノン誘導体が高

容量の電極材料として機能することを見出し、報告して

いる。本研究では、有機材料を探索-設計-合成すること

で、電極材料としての高性能化を目指し、同時に未解明

な点も多い充放電機構の解明を目的としている。 

 平成24年度は、独自に見出した有機正極材料であるベ

ンゾキノン誘導体を用いた電池のサイクル特性の改善に

取り組んだ。周辺置換基として長さの異なるアルキル基

を有する電極材料を合成し、それらを用いた電極のサイ

クル特性と電極材料の電解液への溶解性を調べたところ、

それらには相関があり、有機電極材料の電解液への溶解

性を下げることが特性の改善に対して有効であることが

示唆された。一方、多環構造を有するキノン材料の2量

体および3量体を新規に合成－評価したところ、電極活

性部位のオリゴマー化も特性改善に対して有効であるこ

とが明らかとなった。 

 一方、充放電機構の解明にも着手している。これまで

の有機電極材料においては、充放電過程におけるリチウ

ムイオンの関与は想定されていたものの確証は提案され

ていなかった。本研究では、核磁気共鳴を用いてリチウ

ム核の観測を行った結果、リチウムイオンの有機電極へ

の挿入-脱離過程を実証することに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リチウム二次電池、レアメタル代替、正

極、多電子反応 

 

［研 究 題 目］ビスマスナノプレートの磁気的および電

気的特性に関する研究 

［研究代表者］北村 直之（ユビキタスエネルギー研究

部門） 

［研究担当者］北村 直之、福味 幸平（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 金属ナノ粒子を分散させた複合材料は、光散乱・導

光・偏光などの高度な光波制御をできる特徴があり、指

向性散乱体や導光フィルムとして期待される。粒子の配

向・配列を制御することはこれらの光機能の効率向上や

必要な粒子量の低減に有効であるのみならず、新機能の

発現する上で重要な技術である。粒子の磁場や電場に対

する特性は配向・配列に欠かせない特性であり、複合体

の機能を左右する。ビスマス金属ナノ粒子は光学的また

磁気的に異方性を有し、配向・配列を利用した光学部材

の対象として興味深いが、その特性は良く知られていな

い。本研究は、ポリオール法により球・板・ロッド状の

ビスマスナノ粒子を合成し、その形成機構を明らかにす

る。粒子の形状およびサイズの磁気的・電気的特性への

サイズや形状の影響を明らかにすることを目的とし、光

散乱、導光や偏光などの光を高効率で利用するデバイス

への展開をはかるものである。 

 本年度は、塩化ビスマスを出発原料とし、ポリオール

合成法を用いて種々の形状のビスマスナノ粒子の合成を

行った。エチレングリコールを還元溶媒とし、またポリ

ビニルピロリドン（PVP）をオストワルド成長の抑制

剤とした合成では、200-400nm の球状粒子が生成した。

粒径はポリビニルピロリドン（PVP）添加量増加によ

り小さくなった。極微量の塩化鉄の添加により大きさ
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800nm 厚さ50nm の板状粒子が形成された。助剤の添加

量により板状結晶の成長が一方向に選択性を持ち、長さ

2-3µm 幅200-300nm 厚さ50nm のロッド状粒子が形成

された。球状粒子の異方性磁化率はバルク結晶よりも小

さい値を示した。作製したすべての粒子は光学的な異方

性を有するとともに、板状粒子は指向性の光散乱特性を

有することが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、散乱・導光、省エネ家電技術 

 
［研 究 題 目］亜鉛等重金属の存在形態を考慮した生態

リスク評価手法の開発と適用に関する研

究 
［研究代表者］内藤 航（安全科学研究部門） 
［研究担当者］内藤 航（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究の目的は、地域特異的な水質要因（例えば硬度、

懸濁物濃度、pH）の違いを考慮して、亜鉛等重金属類

の水生生物へのリスクを定量的に評価する技術の開発と

現実的なリスク管理のあり方を提案することである。平

成24年度は、平成23年度までに実施した水質の異なる複

数河川での環境水サンプルの重金属等の分析結果を用い

て、河川ごとの生物利用可能量の違いの解析と生物利用

可能量を考慮した生態リスクの評価を行った。生物利用

可能量の把握には、特殊な膜を通過できる形態の金属の

みを測定する薄膜拡散勾配（DGT:diffusive gradient in 
thin films）法と金属化学平衡モデル（WHAM：

Windermere Humic Aqueous Model）を用いた。その

結果、金属ごと、地点ごとに生物利用可能量に違いが見

られ、溶存有機炭素や硬度等が重金属の生物利用可能量

重要な役割を果たしていることが確認できた。DGT 法と

金属化学平衡モデルの結果は必ずしも合致せず、現段階

では両方を相互補完的に使用していくことが必要と考え

られた。重金属の汚染レベルが高い水域において、亜鉛

と銅を事例に、生物利用可能量を考慮した水生生物への

リスクを評価したところ、水域によってはリスクの大き

さに2倍程度の差が生じることがわかった。これは、各

金属と有機錯体を形成する有機物の種類とその錯体生成

能の違いに起因していると考えられた。このように、生

物利用可能な金属濃度は河川の水質状況に依存するので、

日本の河川において実態に即した評価のためには、他の

水質項目も合わせて、金属の生物利用性や毒性を考慮す

ることが必要であると考えられた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］生態リスク評価・管理、重金属、生物利

用可能量、存在形態、薄膜拡散勾配法、

DGT、化学平衡モデル、WHAM 
 
［研 究 題 目］天然鉱山と都市鉱山の利用可能性に関す

る統合的評価手法の開発 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 
［研究担当者］畑山 博樹、田原 聖隆 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 金属は非再生資源であるため、天然資源量がその持続

性の目安とされてきた。しかし、使用済み製品からの金

属のリサイクルが進んでいる現在では、鉱山が有する天

然資源の量だけでなく、各種製品の形で社会に蓄積して

いる金属（都市鉱山）のリサイクルポテンシャルも考慮

した利用可能性の評価が必要である。これら2つの鉱山

が有する資源ポテンシャルから金属資源の利用可能性を

総合的に評価する手法の開発が本研究の目的である。 

 最終年度となる本年度は、天然鉱山と都市鉱山の統合

的評価のための指標開発を進めると同時に、前年度に整

理したデータを用いた評価をおこなった。統合的評価の

ための指標開発では、使用済み製品中の金属をすべて回

収すると仮定することで計算される可採年数の最大値の、

現状の可採年数に対する比を考慮することで、金属資源

の利用可能性に対する都市鉱山の寄与のポテンシャルを

示した。この新しい指標と天然資源の利用可能性を表す

指標である従来の可採年数を用いて、主要7金属を対象

として2000年時点での世界レベルでの金属資源の利用可

能性の評価をおこなった。その結果、銅、亜鉛、鉛、銀

といった可採年数が20年程度と同等な金属の中では、リ

サイクルの促進が持続性の向上に大きく貢献するのは鉛

であることを示した。また、個別の国を対象とした評価

や、動的なマテリアルフロー分析との融合によって、資

源利用戦略の検討へ展開できる可能性を示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］金属、持続可能性、埋蔵量、可採年数、

都市鉱山、リサイクル、統合化指標 
 
［研 究 題 目］リレーショナル化学災害データベース 
［研究代表者］和田 有司（安全科学研究部門） 
［研究担当者］和田 有司、若倉 正英、中島 農夫男、

松倉 邦夫、伊藤 俊介、阿部 祥子、

杉本 まき子（常勤職員1名、他6名） 

［研 究 内 容］ 
 「リレーショナル化学災害データベース」は、継続的

に化学関連災害を収集し、公開することを目的としてい

るデータベースで、化学災害に関連した物質の危険性デ

ータへのリンクや文字情報以外のプロセスフロー図、装

置図、化学反応式などの付帯情報（画像情報）へのリン

クを持ち、利用者が利用しやすいように最終事象、装置、

工程、推定原因、被害事象を専門家によって階層化され

たキーワードで分類し、教訓を持つことを特徴としてい

る。また、一部の事例には産総研で開発した事故分析手

法 PFA によって事故を分析した結果である事故進展フ

ロー図がリンクされ、利用者がより簡便に深く事故を理

解できるように工夫されている。 
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 本研究では、日々化学災害事例の収集、分析を行い、

事故の概要文を作成した約200件の事例について、関連

化学物質の抽出作業および各キーワードによる分類作業

を行いながらデータベースへの登録、公開を行った。ま

た、事故分析手法 PFA の結果である事故進展フロー図

約20件を Web で公開するフォーマットに整える作業を

行い、データベースに登録、公開を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］リレーショナル化学災害データベース

（RISCAD）、事故分析手法 PFA、事故

進展フロー図、教訓 

 
［研 究 題 目］金属特異性を考慮した包括的な生態リス

ク評価手法の開発 
［研究代表者］加茂 将史（安全科学研究部門） 
［研究担当者］加茂 将史、小野 恭子、内藤 航、 

保高 徹生（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 
 これまでのリスク評価から、金属の生態リスクは無視

できないレベルであると示唆されている。しかしながら、

金属は水質や土質により生物への影響の程度が変わる、

金属は地球上のあらゆるところに自然に存在しており削

減がそもそも難しい、なおかつ金属は元素であるため代

替が難しい等、他の化学物質とは異なる性質を持つこと

から、金属に特異的なリスク評価手法の開発が必要であ

ると考えられている。欧米では、様々に存在する金属の

存在形態の内、生物に影響をもたらす形態を定量（生物

利用可能量）し、その量に基づいた評価手法が発展しつ

つある。しかしながら、我が国の水質や土質は欧米とは

著しく異なり、生息する生物種も異なる。そのため、欧

米で発展した利用可能量ベースの評価手法を直接援用す

ることは難しく、我が国に適したものにカスタマイズす

る必要がある。我が国における金属存在形態の把握や、

我が国の生物種における金属の毒性を予測するモデルの

開発等、リスク評価に必要な要素技術を開発し、利用可

能量に基づいた金属の生態リスク評価を行う事が、本研

究の目的である。 

 今年度は、利用可能量の把握や毒性予測モデルの構築

に必要な基礎データの取得を主に行った。土壌の生態リ

スク評価では、カドミウムを例にした評価手法の開発を

行っている。我が国を代表する土壌4種を選定し、土質

と利用可能量の関係を調べた。また、我が国に生息する

ミミズを用いた毒性試験を行い土質と毒性の関係を調べ

ているところである。水生生物のリスク評価では、水質

に応じた銅の毒性予測モデルを開発するため、我が国に

生息する魚（メダカ）、甲殻類（カブトミジンコ）、藻類

（数種）で毒性試験を行っている。また、汚染地域にお

いて野外調査を行い、汚染地域における金属の利用可能

量の把握を行い、水質と利用可能量の関係について分析

中である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］金属、利用可能量、生物リガンドモデル、

生態リスク評価 
 
［研 究 題 目］太陽電池産業におけるグローバルサプラ

イチェーンの最適化に関する研究 
［研究代表者］河尻 耕太郎（安全科学研究部門） 
［研究担当者］河尻 耕太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究は、経済と環境の両側面から、最適な太陽電池

産業のグローバルなサプライチェーンを明らかにすると

ともに、サプライチェーンを最適化するための政策につ

いて、定量的に検討することを目的とする。平成24年度

は、平成23年度で開発された太陽電池のコストデータと

インベントリデータ、分析用プログラムを用いて、最適

なサプライチェーンを明らかにするとともに、サプライ

チェーンを最適化する政策について検討を行った。 

 上記データと分析用プログラムにより、既存のサプラ

イチェーンにおいて、太陽電池モジュールの製造コスト

は約700$/kW-1200$/kW、CO2排出量は約1600kg/kW-

2400kg/kW の範囲にあり、CO2排出量を1600kg/kW 程

度、製造コストを700$/kW 程度までそれぞれ削減可能

であることを明らかにした。一方、使用時の年間の

CO2削減量は、約0kg/kW-1200kg/kW、コストペイバッ

クは約50$/kW-190$/kW の範囲であり、コストと CO2

を削減する上で最も影響の大きいステージは使用段階で

あることが明らかにした。 

 以上の結果に基づいて、使用時において、CO2削減に

適した場所に太陽電池の導入させるための政策について

検討した。本研究では、CO2削減量に応じて電力の買取

価格にプレミアムを上乗せする政策を提案した。CO2削

減量1kg あたり0.1ドル以上の CO2プレミアムを加算す

ることで、徐々に CO2削減量の大きな場所に太陽電池

を導入するインセンティブが生じることが明らかになっ

た。しかしながら、現在の市場における CO2の買取価

格は、前記の CO2プレミアムの価格よりも小さいため、

今後、政策的に CO2削減に適した場所に太陽電池を導

入するためには、望ましい CO2プレミアムの価格と市

場価格のギャップを、補助金等で補う必要があることが

明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］太陽電池、サプライチェーン、ライフサ

イクルアセスメント、最適化、CO2、コ

スト、政策 

 

［研 究 題 目］LCA に基づく金融商品の環境パフォー

マンス定量化手法の開発と活用のための

制度設計 
［研究代表者］本田 智則（安全科学研究部門） 
［研究担当者］本田 智則、岸本 充生、田原 聖隆、
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柴 義則、若松 弘子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 経済基盤を支えている金融業、特に投資市場に着目し、

環境負荷削減を効率的に行える企業に対して投資を誘導

することで、環境負荷削減、企業の経済的インセンティ

ブ、投資家利益を同時に満たす新たな環境投資指標を開

発し、この指標を活用して環境負荷削減に資する制度の

提案を行うことを目的とする。 

研究計画： 

 工学的手法である LCA（Life cycle assessment）手

法を応用し、SRI ファンドの環境負荷削減効果を定量

的に評価する。これによって、投資市場を活用した環境

負荷削減の実現可能性を評価し、株価・企業財務の形成

に対する環境パフォーマンスの影響メカニズムを解明す

る。最終的に、投資市場のニーズを満たしつつ環境負荷

削減が可能な環境投資制度の提案を行う。 

研究状況： 

 前年度までに得た SRI ファンドの環境パフォーマン

スに関する成果を踏まえて、実験経済学の知見に基づく

被験者実験を実施した。その結果、投資家の投資意思決

定において、環境情報の提示の方法によって、投資家が

利他的行動を行うことが示唆される結果を得た。この結

果は従来の経済学における利己的かつ合理的な意思決定

を行う投資家ではない投資家の存在を示唆しており、今

後金融市場の活用による持続可能な社会実現において重

要な知見を得た。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］投資、金融、証券、株式、社会的責任投

資、企業の社会的責任、ライフサイク

ルアセスメント、経済実験 
 
［研 究 題 目］暑熱環境におけるエネルギーの消費によ

る人間健康の改善効果の評価に関する研

究 

［研究代表者］玄地 裕（安全科学研究部門） 
［研究担当者］玄地 裕（常勤職員1名、他2名） 
［研 究 内 容］ 
 本研究では、暑熱環境に対する適応策の利用に伴うエ

ネルギー消費量増大と人間健康影響削減のトレード・オ

フ関係に着目する。適応策のエネルギー消費量と適応策

による環境温度の緩和効果を評価し、一方で、環境温度

と熱中症や睡眠障害など健康被害との関係解析、健康被

害の影響の定量化を行うことで、エネルギー消費量と健

康影響のトレード・オフ関係を定量化する。さらに、緩

和策のエネルギー消費量と健康影響削減効果も評価し、

エネルギー消費・健康影響両面から見て望ましい適応

策・緩和策の導入設計に関する指針を示す。 

 平成24年度は、平成23年度に実施した調査に基づき夏

季の実際の温度・湿度と主観・客観両面から疲労・睡眠

を評価し、外部環境、生理機能、疲労と睡眠の関係性な

どの解析を行うことで、実際の日常生活における暑熱環

境での疲労や睡眠の指標に基づく評価・解析を実施した。 

また、冷房使用と外気温、睡眠の質に関する調査を行っ

た結果、夏の最も暑い時期には冷房の利用率が80%に達

する一方で、外気温上昇により睡眠の有症者の増加が観

測された。このことから冷房利用が必ずしも睡眠の改善

につながっていないことが示された。また、冷房をつけ

て睡眠が改善された場合でも、翌日の疲労度は高くなる

ことも観測された。これらのことから、適応策導入に関

する指針検討には、冷房による睡眠の改善があったとし

ても疲労度が高くなる現象等を考慮して、冷房の条件や

個人の状態など複数の要因を考慮する必要性が示唆され

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］エネルギー、ヒートアイランド、健康影

響、適応策、睡眠 
 
［研 究 題 目］住宅の Dampness による健康損失の評

価と建築的防除に向けた因果構造の解明 
［研究代表者］篠原 直秀（安全科学研究部門） 
［研究担当者］篠原 直秀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 日本や欧米先進国では、幼児や児童のアレルギー性疾

患が増加傾向にあり、居室等のダンプネスがアレルギー

性症状や呼吸器疾患の発症を誘発している可能性が高い

ことが指摘されている。本研究ではアンケート調査と実

測調査を通して、ダンプネスとアレルギー性症状等との

因果関係を解明することを目的としている。 

 1,000軒程度のプレ調査結果に対してロジスティック

回帰分析を行い、カビの発生や結露の出現などと住宅の

断熱仕様の関係や居住者の温熱感との関係について明ら

かにした。これらの結果を元にして、ダンプネスの定義

付けを行っている。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］室内環境、ダンプネス、カビ、真菌、湿

度、断熱仕様、アレルギー 
 
［研 究 題 目］東南アジアにおけるバイオ燃料生産によ

る温室効果ガス排出量の削減可能量 

［研究代表者］定道 有頂（安全科学研究部門） 
［研究担当者］定道 有頂（他1名） 
［研 究 内 容］ 
 エネルギープランテーションによるバイオ燃料の生産

は、国内での新産業を創出し、地球温暖化の主因である

温室効果ガス（GHG）排出量の削減につながるとして、

特に東南アジア諸国では重要なエネルギー政策の1つと

なっている。しかしながら、近年、食糧との競合、土地

利用変化に伴う GHG 排出量の影響、生物多様性への影
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響等の様々な問題が提起されている。本研究では、こう

した影響を最小限にしつつ、今後のバイオ燃料の生産可

能性とそれに伴う GHG 排出削減ポテンシャルを予測す

ることにより、長期的なエネルギー政策構築を支援する

ことを目的としている。 

 平成24年度は、平成23年度に作成したタイにおけるエ

ネルギー・物質等の GHG 排出量原単位データベースと

主なエネルギー作物4種類（サトウキビ、キャッサバ、

ジャトロファ、アカシア）のインベントリデータベース、

およびバイオ燃料生産可能量と GHG 削減ポテンシャル

を算出できるフレームワークを用いて、北タイ地域を対

象にケーススタディを行った。ケーススタディは、この

地域で栽培が可能なサトウキビ、キャッサバ、ジャトロ

ファ、アカシアを用い、技術が確立しているプロセスに

よるエタノール、バイオディーゼルの生産を対象とした。

その結果、栽培方法や農業残渣の利用等において一定の

条件を満たせば、GHG 排出量削減が可能なことが確認

された。その一方でバイオ燃料生産ポテンシャルはこの

地域の燃料需要の約5%程度にとどまることが明らかに

なった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］エネルギー、影響評価手法、バイオ燃料、

タイ、温室効果削減、燃料供給ポテンシ

ャル 

 
［研 究 題 目］熱力学解析と MFA の融合による都市鉱

山からの金属資源の回収可能性評価手

法の開発 

［研究代表者］畑山 博樹（安全科学研究部門） 
［研究担当者］畑山 博樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 製品として社会に蓄積されている金属資源は都市鉱山

と呼ばれ、リサイクルが進められている。これに関連し

て、使用済み製品からの金属回収システム・技術といっ

た実践的な課題に焦点を当てた研究は多いものの、学術

的な基礎研究は少ない。本研究の目的は都市鉱山からの

金属資源のリサイクル可能性の評価手法の確立及び定量

化であり、熱力学解析に基づく都市鉱山からの金属資源

の回収可能性の評価と、マテリアルフロー分析に基づく

都市鉱山としての資源量及び回収可能量の評価をおこな

う。 

 都市鉱山からの再生資源の回収は、天然資源消費の低

減や生産エネルギーの削減だけでなく、金属資源の国内

安定供給にも貢献する。しかし、各産業での製品生産で

必要な金属量に対して再生資源として確保可能な量の割

合は、国の経済発展段階や金属を含む製品の輸出入状況

によって異なる。そこで、各金属の需要量、使用蓄積量、

廃棄量などを国ごとに整理し、各国が有する都市鉱山の

資源供給ポテンシャルの比較検討を実施した。その結果、

日本は使用蓄積量は大きいものの、年間の需要量に対す

る割合は米国や欧州など他の先進国に比べて小さいこと

が明らかになった。これは、日本が鉱物資源や素材を輸

入し、加工した製品を輸出する加工貿易を盛んにおこな

っているためである。製品の輸出によって金属資源が流

出するため、国内の使用済み製品から回収できる金属の

量は産業での需要量に比べて十分ではない。日本は使用

蓄積量の絶対量は大きいものの、それをもって資源大国

と考えらえるほどの資源ポテンシャルが存在していると

は言えない点を、他国の状況との比較を通して明らかに

した。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］都市鉱山、資源ポテンシャル、マテリア

ルフロー分析、貿易、メタ分析 
 
［研 究 題 目］LCA に基づく金融商品の環境パフォー

マンス定量化手法の開発と活用のための

制度設計 
［研究代表者］本田 智則（安全科学研究部門） 
［研究担当者］本田 智則、岸本 充生、田原 聖隆、

柴 義則、若松 弘子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 経済基盤を支えている金融業、特に投資市場に着目し、

環境負荷削減を効率的に行える企業に対して投資を誘導

することで、環境負荷削減、企業の経済的インセンティ

ブ、投資家利益を同時に満たす新たな環境投資指標を開

発し、この指標を活用して環境負荷削減に資する制度の

提案を行うことを目的とする。 

研究計画： 

 工学的手法である LCA（Life cycle assessment）手

法を応用し、SRI ファンドの環境負荷削減効果を定量

的に評価する。これによって、投資市場を活用した環境

負荷削減の実現可能性を評価し、株価・企業財務の形成

に対する環境パフォーマンスの影響メカニズムを解明す

る。最終的に、投資市場のニーズを満たしつつ環境負荷

削減が可能な環境投資制度の提案を行う。 

研究状況： 

 前年度までに得た SRI ファンドの環境パフォーマン

スに関する成果を踏まえて、実験経済学の知見に基づく

被験者実験を実施した。その結果、投資家の投資意思決

定において、環境情報の提示の方法によって、投資家が

利他的行動を行うことが示唆される結果を得た。この結

果は従来の経済学における利己的かつ合理的な意思決定

を行う投資家ではない投資家の存在を示唆しており、今

後金融市場の活用による持続可能な社会実現において重

要な知見を得た。 
［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］投資、金融、証券、株式、社会的責任投

資、企業の社会的責任、ライフサイクル
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アセスメント、経済実験 

 

［研 究 題 目］南海トラフにおける未知の巨大津波に関

する地形・地質学的研究 

［研究代表者］宍倉 正展（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］前杢 英明（広島大学）、 

宍倉 正展、行谷 佑一、 

越後 智雄（地域地盤環境研究所） 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 南海トラフ沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波

の規模とその履歴解明のため、和歌山県串本町の橋杭岩

周辺において、津波石と思われる漂礫群の調査を実施し

た。現地において、これまで明らかになっている漂礫の

位置、形状を確認し、また得られたデータから今後の宇

宙線照射年代の適用の可能性などを検討した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］南海トラフ、巨大地震、津波、履歴、津

波石 

 

［研 究 題 目］火山性深部低周波微動の波動特性を利用

したメカニズム解決定と微動発生機構の

解明 

［研究代表者］今西 和俊（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］今西 和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界各地のプレート境界域で発見された非火山性深部

低周波微動（以後、単に微動と呼ぶ）は、巨大地震の発

生機構を解明するための重要な手掛かりとして注目され

ている。本研究は微動の波動特性を最大限に利用したメ

カニズム解推定法を開発し、微動の発生機構を明らかに

するものである。H24年度は紀伊半島において、定常地

震観測網を補完する臨時観測を4か所で開始した。観測

網直下で発生した微動活動を1回捉えることができ、質

の高いデータを取得できた。計算機環境やプログラム整

備も行い、次年度からの本格的な解析に向けた準備が整

った。本研究は科学研究費補助金（基盤研究 C）により

実施されている。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］プレート境界、非火山性深部低周波微動、

メカニズム解、波動特性、紀伊半島、臨

時観測 

 

［研 究 題 目］石垣島・宮古島の津波堆積物の調査－巨

大地震を繰り返す琉球海溝沈み込み 

［研究代表者］宍倉 正展（活断層・地震研究センター） 

［研究担当者］安藤 雅孝（台湾中央研究院地球科学研

究所）、中村 衛（琉球大学）、 

宍倉 正展（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 琉球海溝沿いに発生した過去の巨大地震に伴う津波に

ついて、その履歴解明のために、ジオスライサー掘削お

よびピット掘削による津波堆積物調査を行った。調査場

所は宮古島における友利、池間、伊良部（2地点）の合

計4地点である。各地点で得られた試料について14C 年

代測定を実施し、また一部で有孔虫分析も行った。その

結果、1771年八重山津波およびそれより前の津波によっ

て堆積した可能性のある層準を確認した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］琉球海溝、石垣島、宮古島、巨大地震、

1771年八重山津波、津波堆積物 

 
［研 究 題 目］パラジウム膜を用いて達成しうる最大水

素透過流束の評価 

［研究代表者］原 重樹（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］原 重樹、Alessio CARAVELLA  

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 パラジウム（Pd）膜は高分子膜や無機膜に比して高

い水素選択性および透過性能を有していることから燃料

電池に必要な水素の精製への利用が期待されている。

Pd 膜の水素透過流束は膜厚に反比例して増大するが、

そのうちに水素分子の吸着・脱離といった表面過程の影

響が顕著となって透過流束は限界に達すると考えられて

いる。しかしその実験的根拠は十分でない。そこで本研

究は有効表面積を小さくすることで表面律速の状況を作

り出し、Pd 膜で得られる水素透過流束の上限を実験的

に評価することを目的としている。有効表面積を小さく

するために Pd 膜表面にリソグラフィーの技術を活用し

て銅（Cu）のマスクを形成することを特長としている。

24年度にはこうした試料を作製し、水素透過特性の評価

を試みた。 

 スパッタリング法、電気メッキ法で Cu を被覆した

Pd 膜を作製してその水素透過特性を調べた。開口のな

いものでは当初水素透過しないものの、時間とともに透

過するようになることが明らかとなった。現在その原因

を究明している。また、被覆前の Pd 膜表面の凹凸がリ

ソグラフィーにおける加工精度を低下させる要因になる

ことも明らかとなった。そこで、鏡面研磨してからリソ

グラフィーを行うこととした。さらに水素濃度による拡

散係数や溶解度係数の変化を調べるため新しい透過モデ

ルの構築を行った。その結果、温度の増大や膜厚の減少

とともに理想的な平方根則からずれてくる挙動を定量的

に示すことに成功した。これは高温や薄膜では膜を透過

する速度が大きくなり、膜外の物質移動の影響が相対的

に重要になるためであることも明らかにした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］水素、パラジウム、分離膜、燃料電池 
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［研 究 題 目］温度に応じて金属錯体を着脱する固定化

触媒の開発 
［研究代表者］小野澤 俊也（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］小野澤 俊也（常勤職員1名）   
［研究内容］ 
金属錯体触媒の担体への吸着と液相への溶出を温度変

化によって制御することで、均一系触媒と同等の性能

(活性・選択性)を有し、かつリサイクル可能な触媒の開

発を目的に、平成24年度は、①配位子モデルと担体の合

成、②配位子モデルの温度変化による溶出挙動、③溶

媒・担体表面等が配位子モデルの溶出挙動に与える影響、

に関して検討を行った。配位子モデルとして、UV 吸収

を有するナフタレン骨格に温度依存性部位としてポリマ

ー鎖を導入した化合物を合成した。ポリマー鎖長に関し

ては、繰り返し単位 n がおよそ3、7、12、16、45の5種

類を用いた。担体表面から溶液相への配位子モデルの溶

出量は、溶液の UV 吸収を測定することで定量した。

担体にシリカゲルを用いた場合、配位子モデルの加熱時

の溶出量は室温時の1～5倍程度であったが、表面を極性

の有機基で修飾した担体を用いることで溶出量の比が向

上した。また、溶出量に与える溶媒の影響についても、

ヘキサン、トルエン、ジクロロエタン、ジオキサンの4

種類を用いて検討を行った。シリカゲル表面を極性の有

機基で修飾した担体を用い、配位子モデル中のポリマー

の繰り返し単位 n、担体と配位子モデルの量比、及び溶

媒を最適化することで、加熱時の溶出量が室温時の10倍

以上を達成することができた。この組み合わせと傾向は、

実際の触媒や反応系を設計する上で重要な知見となる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］遷移金属錯体、触媒設計、触媒リサイク

ル 

 
［研 究 題 目］短寿命代替フロン物質の地球温暖化ポテ

ンシャル新指標の開発 
［研究代表者］田村 正則（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］陳 亮、田村 正則（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 オゾン層破壊や地球温暖化の原因物質であるフロン及

びフロン代替物の全廃や排出削減が国際条約で定められ、

大気寿命の短い代替物質が次々に開発されている。これ

らの物質の地球温暖化ポテンシャル（GWP）の評価は

国内外の機関で行われ、IPCC の第4次報告書等で報告

されているが、現在の GWP の評価法は長寿命物質に適

した方法であり、そのまま現在開発が行われている短寿

命物質に適用するのは問題があるとの指摘もある。そこ

で、本研究では、大気寿命の短い物質にも適用可能な新

しい地球温暖化影響評価指標を開発することを目的とし

ている。特に、IPCC の第4次報告書に記載された短寿

命物質については、物性値等の再測定等も含め、温暖化

影響予測値をより信頼度の高いものにすることを目指し

ている。産総研では、本研究の一環として GWP 評価に

必要な大気寿命と赤外域での吸収強度の評価を行ってい

る。大気中に放出された揮発性の物質は、主として OH
ラジカルとの反応で大気中から除去されることから、大

気寿命は OH ラジカルとの反応速度から決定され、

GWP の評価を行うためには OH ラジカルとの反応速度

を得ることが不可欠である。そこで、本年度は、相対速

度法を用いて含フッ素環状オレフィンと OH ラジカル

との反応速度の測定を行い、大気寿命を評価した。また、

赤外分光光度計で赤外吸収スペクトルの測定を行い吸収

断面積を求めると共に、物質毎の GWP 値の比較を目的

として従来から用いられてきた方法で GWP の評価を行

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］地球温暖化ポテンシャル（GWP）、フ

ロン代替物質、大気寿命、OH ラジカル、

赤外吸収 

 
［研 究 題 目］遷移金属内包ケイ素ケージ物質群の合成 
［研究代表者］島田 茂（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］島田 茂、五十嵐 正安 

（常勤職員2名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 遷移金属を内包するケージ型ケイ素クラスターは、次

世代ナノ電子デバイスの材料として期待を集めている。

理論分野を中心に研究が進んできたが、最近物理化学的

手法による合成法が開発され、極薄膜半導体として優れ

た物性を示す例も報告され始めている。しかし、これま

での合成法は極微量の物質量にしか対応できず、また、

均質な構造の構築が困難であるなど多くの問題点・限界

を抱えている。本研究は、プリカーサー分子を用いる合

成化学的手法により、遷移金属を内包するケージ型ケイ

素クラスターを選択的に且つ多量に合成する手法の開発

を目指すものである。 

 平成24年度は、環状ケイ素化合物と4-10族の種々の遷

移金属錯体との反応によりプリカーサー分子の合成を試

みた。ケイ素−水素結合を持つ環状ケイ素化合物との配

位子交換反応や酸化的付加反応を主に想定し、アミド錯

体、アルキル錯体、ホスフィンやベンゼンなどの中性配

位子を持つ0価錯体等を用いて検討を行った。多くの組

み合わせで、ケイ素配位子が導入されたと考えられる生

成物を得ることができた。しかし、原料として用いたケ

イ素化合物が多数の反応点を持つため、多くの場合オリ

ゴマーもしくはポリマーと考えられる不溶性生成物が得

られ、構造を十分に明らかにするには至らなかった。全

く前例の無い取り組みであったため、当初予想した以上

に困難であったが、今後に繋がる多くの知見を蓄積する

ことができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］クラスター、ケイ素、錯体 
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［研 究 題 目］リサイクル可能な新規均一系金属錯体触

媒の開発 
［研究代表者］藤田 賢一（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］藤田 賢一、井上 賢亮 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 これまでに、デンドリマーのコア部に酸化オスミウム

を固定化することにより、ジヒドロキシル化反応が均一

系で円滑に進行し、さらに再沈殿により触媒の回収も可

能であることを明らかにした。本研究では、コア部中心

に酸素原子や窒素原子を有するデンドリマー支持体を基

にデンドリマー固定化酸化オスミウム触媒を各種合成し、

これを用いてオレフィンのジヒドロキシル化反応を行い、

デンドリマー固定化触媒の有効性を検証した。 

 含水アセトニトリル中でデンドリマー固定化酸化オス

ミウム触媒を1mol%用い、オレフィンのジヒドロキシ

ル化反応を行ったところ、コア部の中心に酸素原子を有

するデンドリマー固定化酸化オスミウム触媒を用いた場

合、コア部の中心に酸素原子を有しないデンドリマー固

定化触媒を用いた場合と同様の反応性およびオスミウム

の溶出率を示した。一方、コア部の中心に窒素原子を一

つ有するデンドリマー固定化触媒を用いた場合、オスミ

ウムの溶出率は抑制された。さらに、コア部の中心に窒

素原子を二つ有するデンドリマー固定化触媒を用いてジ

ヒドロキシル化反応を試みたが、この場合目的生成物で

あるジオール体は殆ど得られなかった。これより円滑な

ジヒドロキシル化反応の進行とオスミウムの溶出率の抑

制のためには、デンドリマーのコア部の中心に窒素原子

を一つ導入することが望ましいことが分かった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］触媒、酸化オスミウム、リサイクル 

 
［研 究 題 目］微小球マイクロオプティクスのオンデマ

ンド型レーザー転写作製技術の開発 
［研究代表者］奈良崎 愛子（環境化学技術研究部門） 
［研究担当者］奈良崎 愛子（常勤職員1名）   
［研 究 内 容］ 
 高度情報化社会において、光信号による高速情報処理

のための光回路が望まれている。光回路の開発・普及に

は小型集積化が重要な課題であり、その課題解決の手段

として微小球マイクロオプティクスの活用が期待される。

そこで本研究では、微小球マイクロオプティクスの画期

的かつ省工程・省資源なオンデマンド作製法の開発を目

指し、レーザー誘起ドット転写法の透明酸化物への適用

と高度化を図る。 

 平成24年度は、前年度モデル化に成功した原料膜内高

温分布シミュレーション結果をもとに、これまで難しか

った酸化物材料での転写構造物の微細化を目指し、実験

と有限要素法シミュレーションの両面から、透明導電性

酸化物として有用な ITO をモデル材料に、レーザー転

写による酸化物微小球のオンデマンド作製技術開発に取

り組んだ。その結果、酸化物において、転写物のサイ

ズ・形状が顕著な原料膜依存性を示すことを見出した。

特に原料膜が厚くなると、膜厚方向のレーザー誘起高温

分布において、膜界面と表面における温度差が顕著とな

り、熱応力の発生が増加する傾向が示唆された。そこで

原料を薄膜化した条件に絞りレーザー照射条件を最適化

した結果、これまで課題であった原料膜破砕を起こすこ

となく、レーザー集光径の約10分の1まで微細化した直

径約1-3ミクロンの微小球を初めて調製することに成功

した。さらに高繰り返しレーザーパルス光源とそのビー

ムを高速走査できるガルバノミラーを利用した転写シス

テムを構築し、酸化物微小球の自在配列によるオンデマ

ンド堆積を実証することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、環

境・エネルギー 
［キーワード］光プロセシング、レーザー転写、省工

程・省資源、オンデマンド作製、有限

要素法 

 

［研 究 題 目］アロステリック電気化学アプタザイムに

基づく高感度遺伝子センサ 

［研究代表者］青木 寛（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］青木 寛（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 従来の遺伝子検出法では、測定対象である遺伝子

（DNA、mRNA）に蛍光標識して検出するため、煩雑

で時間の掛かる点が課題だった。これを克服するため、

迅速で簡便な電気化学遺伝子センサとして、測定系に何

ら手を加える必要なしに検出可能な、外部シグナル物質

の結合により酵素活性が調節されるアロステリック酵素

の概念に基づいた、新規遺伝子プローブの開発を目指し

た。アプタマーにより構成された酸化還元酵素（アプタ

ザイム）に基づき、多電子反応を利用した高感度検出を

目的とした。 

 そこで、ヘミンを分子認識するアプタマー部位を電気

化学活性部位として、かつイミダゾール基を阻害因子と

して、それぞれ両端に取り付けたプローブを考案した。

プローブ合成に先立ち、ヘミンアプタマーとヘミンによ

り構成された部位のアプタザイムとしての可能性を検討

した。ヘミンが G-quadruplex 構造を有するオリゴ核酸

とアプタマーを形成することを分光学的および電気化学

的に検討したところ、ヘミンが G-quadruplex 構造に内

包し H2O2と ABTS との酸化還元反応を仲介することが

明らかになった。一方、ヒスタミンの添加により、上記

反応は小さくなった。以上から、ヘミン内包 G-
quadruplex はアプタザイムとして働き、その働きはヒ

スタミンの添加により抑制されることが明らかとなった。 

 また、本研究の最終目標である遺伝子の網羅的診断を

目指して、1つのデバイス上に遺伝子センサをマルチ化
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して配置した遺伝子センサアレイチップを作製した。エ

ストロゲン応答遺伝子などの検出へ応用し、遺伝子配列

の相補性の明確な判別が可能であることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］DNA、遺伝子、核酸塩基、センサ、電

気分析化学 

 

［研 究 題 目］陸上植物活動における酸素、二酸化炭素

交換比の精密観測と呼吸、光合成量の分

離評価 

［研究代表者］石戸谷 重之（環境管理技術研究部門 

大気環境評価研究グループ） 
［研究担当者］石戸谷 重之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では地球温暖化に対する森林生態系の応答を調

べるため、森林内の大気中酸素（O2）および二酸化炭

素（CO2）濃度の観測を生態系呼吸量と光合成量の分離

評価に応用することを目指す。H24年度は、昨年度まで

に開発した燃料電池式 O2濃度高精度連続観測装置を用

いて高山サイトでの大気連続観測を開始した。また土壌

および葉チャンバー実験から得られた-O2：CO2交換比

に基づき、生態系呼吸および光合成の-O2：CO2交換比

を1.11および1.00と仮定し、森林内大気貯留量として大

気中 O2、CO2濃度の連続観測結果を、光合成量・生態

系呼吸量として渦相関法による大気－森林間の CO2フ

ラックスおよび呼吸－温度関係の経験式を用いた推定値

を与えることで、森林内の O2、CO2収支を考察した。

その結果、森林内大気貯留量変化における夏期の-O2：

CO2交換比は6:00-13:00（18:00-24:00）の時間帯にお

いて1.00より小さく（大きく）、収支式から推定された

大気－森林間フラックスにおける-O2：CO2交換比の日

変化と整合的な値を示した。この結果は Seibt et al. 
（2004）による先行研究と傾向が異なっており、森林内

O2、CO2収支に関する一層の研究が必要であることを示

唆している。また本研究の観測内容に加えて大気－森林

間フラックスにおける-O2：CO2交換比の直接観測が可

能になれば、生態系呼吸と光合成の分離評価が可能にな

り、不確実性の大きい呼吸－温度関係の経験式を用いた

推定法を検証できることから、今後もさらなる研究と技

術開発を推進する。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］物質循環、気候変動、大気中酸素濃度、

大気中二酸化炭素濃度、陸上植物、呼吸、

光合成 

 

［研 究 題 目］海洋における真の密度測定 

［研究代表者］鶴島 修夫（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］鶴島 修夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 海水の密度測定のための試料保存容器の検討を行った。

アルカリ性の海水に対し、ガラスからのケイ素の溶出が

起こらない事を目指した。年度当初検討を行った管瓶

（硬質ガラスの管をガスバーナーで成型して作られたも

の。安価なソーダライムブローガラス瓶と比べ、アルカ

リ溶出やガラスの腐食が少ない）に薄膜のテフロンコー

ティングを施した瓶については、特段の改善がみられず、

常温から40℃の環境では数週間で密度の測定に影響を及

ぼすほどの珪酸塩濃度増加が起こることがわかった。こ

れは、1µm 以下の薄膜コーティングのため、ピンホー

ルが無数に存在し、海水がガラス面に直接触れるためと

考えられた。そのため、ガラス瓶の内面に厚膜のコーテ

ィングを施すことを試みた。コーティング専門メーカー

との検討の結果、100µm 前後の厚膜テフロンコーティ

ングを施すことが出来た。溶出試験を行ったところ、室

温から40℃の環境下で数ヶ月間、ケイ素の溶出は起こら

なかった。一方で、耐久性のテストも行ったところ、常

温で海水を入れて半年程度でコーティングがガラス面か

ら剥がれることがわかった。しかしながら、厚膜コーテ

ィングのため、テフロン膜が剥がれ落ちたりゆがんだり

することはなく、形状が保たれているため、海水密度測

定用試料の保存瓶としての機能は長期間保持できること

が示唆された。これまでに蓄積した太平洋周辺海域の密

度測定データについて、硝酸塩、リン酸塩、珪酸塩とい

った栄養塩濃度と全炭酸、アルカリ度との関係を解析し

た結果、これまでのデータ空は空白域においても珪酸塩

濃度との間で最も高い相関が認められ、先行研究で提唱

されていた関係式によりこれらの海域でも密度の推定が

可能であることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］海水、密度、海洋、塩分 

 

［研 究 題 目］分子制御による融合マテリアル形成の計

算科学シミュレーション 

［研究代表者］灘 浩樹（環境流体工学研究グループ） 

［研究担当者］灘 浩樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、バイオミネラリゼーションに倣いそれを

超える省エネルギー・省資源・低環境負荷材料「融合マ

テリアル」研究の理論的基盤を構築するために、有機分

子の無機結晶成長制御に焦点を当てた計算科学研究を実

施する。 

 タンパク質やペプチド、ポリマーなどの有機分子は無

機結晶の成長を巧みに制御する機能を有しており、その

機能は歯や骨、貝殻真珠層の形成に代表されるように、

材料としても極めて優れた有機／無機複合体（バイオミ

ネラル）を生み出す源となっている。このような生物に

よる材料合成のしくみを人類が自在に応用することがで

きれば、自然と調和して永続的に発展可能な材料調和社

会の実現へ大きく前進すると思われる。本研究では、バ

イオミネラル形成の一連の過程における初期過程“有機
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分子による無機結晶の成長制御”に焦点を当て、制御有

機分子の構造および成長制御機構の解明に絞り込んだ計

算科学シミュレーション研究を実施する。 

 本年度は、炭酸カルシウムカルサイト（104）面成長

時に形成されるステップ形状をアスパラギン酸が制御す

る機構を分子動力学シミュレーションにより解析した。

また、炭酸カルシウム結晶核生成前駆体アモルファス構

造の不純物マグネシウム添加濃度依存性を分子動力学シ

ミュレーションにより解析し、不純物マグネシウム存在

下での結晶多形選択との関係を検討した。今後は、高分

子や有機結晶などをテンプレートとした核生成制御およ

び結晶成長制御の基礎的研究も行っていく計画である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］結晶成長、バイオミネラリゼーション、

炭酸カルシウム、計算科学、機能性分子 

 

［研 究 題 目］酸素安定同位体連続観測と群落多層モデ

ルを用いた森林生態系の呼吸・光合成の

分離評価 

［研究代表者］村山 昌平（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之 

気象研究所：松枝 秀和、坪井 一寛 

北海道大学：渡辺 力 

（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、酸素安定同位体の同位体分別が光合成と

呼吸で異なることを利用して、フラックス観測で得られ

る正味の大気－森林生態系間 CO2交換量を光合成と呼

吸に高精度に分離評価する手法を確立することを目的と

する。この目的のために、H24年度は、同位体連続観測

システムの開発、森林サイト（飛騨高山サイト）におけ

る現場観測および群落多層モデルの改良を進めた。同位

体連続観測システムに関しては、CO2の吸収線強度が強

い中赤外域の光を射出するレーザ光源の波長を変化させ、

CO2の各同位体の吸収線の減衰を分離して測定できるこ

とを確認した。しかし、使用したレーザは、高速の波長

変化に対して耐久性が不十分であることが判明したため、

耐久性が改良されたレーザに交換し、光学系の仕様を変

更し改造を進めた。飛騨高山サイトでの現場観測に関し

ては、森林上におけるフラックス、森林内外の CO2濃

度、気象要素の連続観測データを取得し、異なる高度・

深度における大気・土壌空気の採取、土壌水、水蒸気等

の水試料の採取を実施し、質量分析計により同位体比分

析を行った。群落多層モデルの改良に関しては、高精度

化を図るため、群落内において高度別に観測された、大

気中 CO2濃度の時間変動（1時間毎）の再現性について

検討した。森林上の実測データをモデル上端の境界条件

として与え、1年間のシミュレーションを行ったところ、

各高度における時間変化のパターンは概ね再現された。

しかし、詳細にみると、季節や時間帯によって系統的な

違いを生じる傾向があったため、森林内大気中の鉛直混

合過程や土壌呼吸に関わるパラメタリゼーション等の改

良が必要であることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］炭素循環、安定同位体、群落多層モデル、

森林生態系、レーザ分光 

 

［研 究 題 目］垂直細孔配列メソ多孔体膜付着グラフェ

ンナノ複合体／複合膜の創製 

［研究代表者］王 正明（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］久保 史織、吉澤 徳子 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高い電気伝導性を持つグラフェン層の両側面に規則構

造性メソ細孔シリカのメソチャンネルが垂直に配向成長

した高電導・不導体ナノ接合体の創製に成功したが、そ

の生成機構が未解明である。このナノ接合体の生成機構

を解明し、多様なナノ構造性付与できれば分子ふるい性

高性能センサー、分子選択的電気化学的反応媒体、薬物

所包材など、多岐の分野における応用が見込まれる。本

研究では、グラフェン酸化物、界面活性剤、無機酸化物

源の三元分散系における自己組織化メカニズムを、合成

条件による複合構造変化や界面ミセル構造の直接観察か

ら解明し、グラフェン層の厚みとポアサイズを制御した

垂直細孔配列メソ多孔体・グラフェン複合体の合成法を

確立する。H24年度において主に形成メカニズムに関す

る研究を遂行した。グラファイト酸化物（GO）に異な

る温度で水熱処理を施し、異なる表面状態を制御した前

駆体を得た。GO の表面状態の変化を UV-Vis、FT-IR、

XPS などの分析手段を駆使して解明すると同時に、

PMS との複合体の構造との関係を調べた。その結果、

高温で処理するほど、次第に垂直配列ポア構造が失われ、

代わりに GO の表面にメソポーラスシリカナノ粒子が

大量に沈着した。このように垂直配列ポア構造が炭素層

の表面状態と密接関係することが分かった。溶液 in-
situ 小角 X 線散乱法を用いて、GO 分散系と界面活性

剤の混合系の構造を調べた結果、シリカ源（TEOS）を

加える前に、すでに界面活性剤の集合体構造ができてい

ることをはっきりと確認した。このことから、垂直配列

ポア構造が吸着界面活性剤のミセル構造を鋳型に形成し

ている可能性を示唆した。 

［分 野 名］環境・エネルギー、ナノテクノロジー・

材料・製造 

［キーワード］グラフェン、規則性メソポーラスシリカ、

垂直配列、複合体 

 

［研 究 題 目］温室効果ガス観測衛星「いぶき」による

発生源解析のための局所 CO2輸送モデル

の開発 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 
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［研究担当者］近藤 裕昭、村山 昌平、石戸谷 重之

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 温室効果ガス観測技術衛星「いぶき（GOSAT）」の

データを用いて発生源の時空間変動を解析する逆問題解

析手法開発に使用する局地 CO2輸送モデル（AIST-MM）

を開発している。このモデルでは生態系起源の CO2の

排出・吸収について従来は日射量と気温の関数としての

み与えていた。今年度は季節変化を含む長期の計算がで

きるようにするため、光合成量・呼吸量に関するもう一

つの重要なファクターである土壌水分の変化のモデルへ

の組み込みを行った。また、計算に必要な気象データの

取得およびモデルに組み込み可能なようにデータ加工を

行った。岐阜県高山市乗鞍岳山麓にある産総研の長期観

測サイト（TKY サイト）において CO2フラックス・微

気象等の通年観測を実施するとともに、酸素同位体比の

データを取得した。化石燃料起源の CO2について燃料

種別について分離できる可能性があることから、質量分

析計を用いた大気中酸素濃度の高精度連続観測装置の開

発を推進した。酸素濃度を±1ppm、CO2濃度を±

0.3ppm の精度で観測できる装置の開発に成功し、つく

ばにおいて試験的な連続観測を開始した。モデルの検証

用データとして東京における CO2排出量の実態を把握

するための CO2フラックスの観測サイトを防衛大学校

と共同で渋谷区の東海大学キャンパス内に設置し、平成

24年11月より長期計測を開始した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］二酸化炭素、局所輸送モデル、酸素同位

体比、都市の二酸化炭素フラックス 

 

［研 究 題 目］放射性降下物大気輸送モデリングと移 

行過程の理解 

［研究代表者］近藤 裕昭（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］近藤 裕昭（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 福島第一原子力発電所事故により、領域スケールから

全球スケールの広い範囲で放射性物質が環境中に拡散し

た。特に大気中の放射性物質の除去過程におけるモデル

間の差異および沈着量のモデルと観測値の差異はまだ大

きい。このような認識の中、本課題では複数の大気循環

のモデリングを用いて福島県中通りを中心とした複雑地

形地における大気循環、雲、降雨等の正確な情報に基づ

いたモデリングを行う。また空間線量率等を再現して実

測と比較することにより発生源情報の精緻化を行う。 

今年度は AIST-MM を用いて水平格子間隔1km の高

分解能で福島県を中心とした領域を計算できるようにモ

デルをセットアップした。また AIST-MM は雲過程、

降水過程を陽に含んでいないため、これらを気象庁の予

報モデルデータおよびレーダ・アメダス解析雨量からデ

ータ同化によりとりこんだ。このモデルを基本として、

2011年3月11日～17日の放射性プルームの移流・拡散と

沈着を137Cs を中心に計算した。チェルノブイリ事故の

際に解析された沈着速度、洗浄係数を用いたコントロー

ル計算では、福島県中通りの沈着は過小評価、宮城県で

の沈着が過大評価となり、他のモデルの結果と同様な傾

向となった。気象場を見ると、3月15日午後の南寄りの

風への転向がモデルでは早めに計算され、気象場の再現

性が悪いことがわかった。しかし実際の天候は雪、霧雨

などであり、モデルでの再現がむずかしい気象条件であ

った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］福島第一原子力発電所、中通り、137Cs 
の沈着 

 

［研 究 題 目］心臓組織におけるストレスホルモン様化

学物質評価系の構築 

［研究代表者］金 誠培（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］金 誠培（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 当該研究計画書で定めた目的として「ストレスホルモ

ンプローブの開発と高輝度化、及び生物発光顕微鏡によ

る時空間的な分解能の向上」を掲げたことから、新たな

生物発光酵素を樹立し、ストレスホルモンプローブに適

用することによって、プローブの高輝度化・高感度化を

行った。 

 まず、深海発光プランクトン由来の生物発光酵素配列

から頻度の高いアミノ酸を抽出する手法で、今までの発

光酵素とは異なる人工生物発光酵素の樹立ができた。こ

の人工発光酵素を発光標識とする抗体を試作した。また

この発光酵素を骨格にする1分子型生物発光プローブを

開発しストレスホルモン計測に応用した。このプローブ

を安定発現する万能細胞（ES 細胞）を樹立し、脈動す

る心筋組織まで作りあげることができた。この一連の研

究から、ストレスホルモンを高感度で検出する材料、プ

ローブ設計、可視化手法に関する新たな研究成果を対外

に発信できた。具体的には、本研究と関連して総説含め

て5報の論文発表と2件の特許出願を行った。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］人工生物発光酵素、分子イメージング、

ストレスホルモン 

 

［研 究 題 目］降水試料濾過フィルターを用いた元素状

炭素粒子の現在・過去の地表面性沈着量

評価 

［研究代表者］兼保 直樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］兼保 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］  

 地方自治体での酸性雨測定の際に前処理に使用されて

いる濾過メンブラン・フィルターに保持された元素状炭

素を測定する手法を決定し、バックグラウンド地点（北
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海道利尻島）および都市域（札幌市）における過去のバ

ルク（湿性＋乾性）沈着量レコードを復元する試みを開

始した。メンブランフィルターの有機溶媒への溶解条件、

塩酸による炭酸塩の除去条件の検討、石英繊維フィルタ

ーへの再濾過の際の粒子透過補正などを検討し、現時点

での最適な条件を決定した。北海道札幌および利尻島で

のバルク沈着サンプルは1ヶ月積算の形で各フィルター

が保存されており、多くの場合、そのままでは炭素系粒

子濃度が濃すぎるため、春・冬・秋についてはフィルタ

ーの1/2枚または1/4枚を使用し、濃度が低下する夏につ

いては1枚全量を使用するといった調整を行う必要があ

ることがわかった。初期的な分析として、国内でのディ

ーゼル排気ガス規制の結果をみるため約10年の間隔を経

た期間のサンプルの元素状炭素を先行して定量した。

2000年、2001年、および2011年の両地点での TOT-EC
総沈着フラックス測定結果は、両地点とも2000年代初頭

と比べて2011年で沈着量が減少しているが、札幌と利尻

島ではその要因が異なると考えられる。札幌では2000年

代のディーゼル排気ガス規制の効果が見えていると考え

られ、利尻島では春～初夏に盛んとなるシベリア森林火

災の年々変動が反映されていると考えられる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］大気エアロゾル、長距離輸送、元素状炭

素、沈着フラックス、雪氷面アルベド、

化石燃料燃焼、バイオマス燃焼 

 

［研 究 題 目］健康影響が懸念される PM2.5粒子状物

質のわが国風上域での動態把握  

［研究代表者］兼保 直樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］兼保 直樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は人体の健康に影響があると考えられる PM2.5

粒子状物質や粒子状有機物（主に PAH）、重金属類を対

象として、わが国の風上域で地上観測を行い、東アジア

起源のエアロゾルが国の都市域における大気汚染に対す

る影響の評価を目指している。福岡および南西に170km
離れた風上域にある福江島において測定された週平均の

PM2.5組成を比較すると、SO4
2-濃度は年間を通じて福江

島と福岡ではほぼ同じである。これに対して、NO3
-の

濃度は福江島と福岡では大きく異なり、福江島での微小

粒子領域の NO3
-濃度はきわめて低く、これに対して福

岡では寒候期に PM2.5濃度の5～10%を占める程度まで

上昇する。これより、PM2.5中の主要成分のうち硫酸塩

は広域的汚染、すなわち域外からの長距離輸送に事実上

支配されているが、硝酸塩は福岡で発生した都市大気汚

染によるものが主体であることがわかる。また、福岡で

は粒子状有機物（TOT-OC より計算）も長距離輸送分

が大部分を占めるが、夏季のみは都市大気汚染による生

成分が加わる状況が判明した。 

 観測された多環芳香族炭化水素（PAH）の発生源情

報を含む指標（FLT/FLT+PYR）の福岡市と福江島での

季節変化を比べたところ（FLT はフルオランテン、

PYR はピレンを表す）、福岡および福江島で観測された

PAH はいずれも春・冬には石炭由来の成分に富み、夏

には石油由来の成分に富んでいた。レーザーイオン化マ

ス・スペクトルメータによる個別粒子の組成解析により、

2010年春季の集中観測期間（2週間）のうち、Pb を含む

粒子を重点的に解析したところ、Pb は多くの場合 K, 

Fe, Na, Zn などと内部混合していた。石炭燃焼実験

で得られたものと同様のスペクトルは観測期間中の全含

鉛粒子の春季32%、冬季33%に含まれていた。 

［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］大気エアロゾル、PM2.5、長距離輸送、 

PAH、重金属、黒色炭素 

 

［研 究 題 目］希酸溶液による廃棄物含有貴金属の溶解

に関する研究 

［研究代表者］古屋仲 茂樹（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］古屋仲 茂樹、山本 剛義、 

藤木 由美子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では毒・劇物を使用しない穏やかな条件下で貴

金属を溶解させることで、リサイクル現場で活用可能な

安全かつ高効率な貴金属溶解技術の開発を目指している。

本年度は湿式粉砕過程における基礎的溶解特性の解明を

目的 として、 Au 、 Pd 、 Pt のメ タル粉を 0.3～

1.0mol/dm3の濃度の希塩酸とマンガン酸化物に混合し

て、所定時間撹拌混合させてこれら貴金属の浸出挙動を

調べた。得られた主な結果は以下の通りである。 

塩酸濃度の増加に伴い Au と Pd の浸出率は増加し、

0.3mol/dm3の塩酸を用いた場合に90%程度の高い値を

示した。このときマンガンの溶解率は充填量の2-3%で

あり、マンガン酸化物と塩酸が過剰に反応することなく、

温和な条件で貴金属が溶解することを確認した。0.5 

mol/dm3の塩酸を用いた場合においても浸出率の増加は

見られなかった。Pt は5-6mol/dm3の濃塩酸を用いた場

合でも殆ど浸出されなかった。 

Pd の浸出速度は極めて速く30min で浸出率が90%以

上となるのに対し、Au の浸出は Pd に比べて遅く、

180min で浸出率90%以上となった。 

塩酸によるマンガンの溶解反応に比べて、貴金属浸出

時には多くのマンガンの溶解が見られ2倍程度にマンガ

ンの溶解量が増加した。浸出試験では、Pd>Au>Pt の

順にマンガンの溶解量は増加する傾向を示したことから、

希塩酸とマンガン酸化物による貴金属の浸出試験では、

貴金属浸出量とマンガン溶解量に相関があることが分っ

た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］リサイクル、貴金属、粉砕、溶解、希酸 
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［研 究 題 目］乾性沈着表面抵抗の定量法の開発 

［研究代表者］忽那 周三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］忽那 周三、小池 和英、瀬戸口 修、 

陳 亮（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 大気質モデルで現在用いられている乾性沈着表面抵抗

は、水への溶解性等のみを指標としたスケーリング法に

より評価されている。本研究は、アルデヒド類のスケー

リング係数の改良方法を提案して大気質モデルの改良に

資することを目的とする。 

 スケーリング法の基準物質の二酸化硫黄について、土

壌成分への沈着を吸着と分離して測定した。また、重量

法により土壌成分の吸湿等温線を測定した。pF 値が4～

7の比較的乾燥した地表面に相当する実験条件下、吸着

平衡定数は土壌水分量と pH を考慮した有効ヘンリー定

数の積に比例するが、沈着速度（表面抵抗の逆数）は比

例しないことがわかった。 

 アルデヒドと水クラスターからなる水和反応モデルを

構築した。ジオール生成を導くアルデヒドへの水素移動

反応は、水分子の配向に依存し、段階的または協奏的反

応の2つの異なるモデルで記述される。一連のアルデヒ

ド類の水和反応の活性化自由エネルギー∆G‡（298K）お

よびジオール生成自由エネルギー∆G（298K）に対して、

いずれのモデルも計算値と実験値の間に高い相関係数を

もつ線形関係が成立した。この関係を用いてフッ素化ア

ルデヒド等の水溶液中での∆G‡および∆G 値を推算する

ことができた。 

 二相フロー法により、アセトアルデヒドの水表面への

物質移動係数を多重反射セル‐FTIR を用いて測定した。

アセトアルデヒドの水表面への物質移動係数の気相およ

び液相攪拌の依存性を測定し、気相境膜と液相境膜がと

もに撹拌により変化しない時のアセトアルデヒドの水表

面への物質移動係数を得た。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］アルデヒド、水和反応、物質移動係数、

大気質モデル 

 

［研 究 題 目］グラファイト状窒化炭素の構造制御と光

触媒性能の向上 

［研究代表者］佐野 泰三（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］佐野 泰三、筒井 咲子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 屋内の可視光に応答する新しい光触媒として、グラフ

ァイト状窒化炭素（g-C3N4）の比表面積増大手法を開

発した。メラミン焼成温度を高くすると（～650℃）ア

ルカリ水熱処理後に得られる g-C3N4の比表面積は増大

したが、NOx 除去率は焼成温度550℃で最大となった。

g-C3N4の末端にはメレムやメラミン（またそれらにシ

アノ基の結合した誘導体）が結合しており、それらの割

合が550℃の焼成温度で最適となった可能性がある。光

触媒活性の高かった550℃で得られた g-C3N4にはメレム

ユニットに一つのシアノ基が結合した構造が多く含有さ

れ、光触媒活性点との関係が示唆された。一酸化窒素の

光触媒酸化反応解析から、光照射によって窒化炭素は僅

かに自己酸化分解するにも係わらず光触媒活性は低下し

なかったことから、活性点は反応により減少しないこと

が確認された。g-C3N4内部に存在する不安定ドメイン

と安定ドメインが細かく複雑に混在する場合に、後処理

のアルカリ水熱処理によって大きな比表面積が得られる

と推察されたため、g-C3N4の前駆体であるメラミンに

欠陥生成因子を配合し、積極的に不安定ドメインを導入

する手法を検討した。尿素を配合すると550℃で焼成後

の比表面積は増大するが、アルカリ水熱処理によって比

表面積は減少し、光触媒活性も向上しなかった。g-
C3N4内部に尿素に起因する欠陥が導入されていない可

能性と、尿素の添加で形成される窒化炭素の光触媒活性

が低い可能性が示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］グラファイト状窒化炭素、可視光応答型

光触媒、空気浄化、一酸化窒素 

 
［研 究 題 目］富栄養化内湾堆積物における異種微生物

間長距離細胞外電子伝達の実証 

［研究代表者］左山 幹雄（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］左山 幹雄、中島 善人、鳥村 政基、

佐藤 浩昭、小熊 輝美、鈴木 早苗、

片山 明美、川畑 史子、池田 智英子

（常勤職員4名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 富栄養化内湾堆積物の生物地球化学的物質循環過程に

おいて、微生物群集、細胞外電子伝達系（extracellular 
electron transfer, EET）、固体酸化還元物質及び溶存態

酸化還元物質により構成されている長距離細胞外電子伝

達（EET network）により、空間的に大きく隔たって

存在している異種微生物間での酸化還元反応の共役（酸

化還元種間の電子の授受）が実際に機能していることを

実証し、その調節要因と調節機構を明らかにする。具体

的には東京湾を調査対象海域とし、H2S 酸化反応と O2

還元反応を解析対象の酸化還元反応として研究を行う。

平成24年度は以下の研究を行った。 

1. EET の生物電気化学的解析に用いる実験堆積物コ

アの構築：EET の実在が示唆された東京湾湾央部か

ら採取した堆積物を用いて実験堆積物コアを構築し、

O2、H2S 及び pH の微細鉛直分布の測定を行い、

EET が実際に機能している実験堆積物コアの作製に

成功した。 

2. EET に対する環境要因（微生物学的及び地球物理

学的）の影響の実験堆積物コアを用いた解析：EET
の発現に対して温度（15℃と20℃）が大きな影響を与
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えることを実験堆積物コアを用いて確認した。この成

果は、以後の解析を進める際の実験条件を設定するた

めに重要な情報であるとともに、自然環境下における

EET の時空間動態を調節している環境要因を解明す

るための手掛かりとなる重要な情報である。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］細胞外電子伝達、酸化還元反応、堆積物、

物質循環、微生物 

 

［研 究 題 目］白金族抽出における外圏サイズ認識効果

の解明及び新規分離試薬開発 

［研究代表者］成田 弘一（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］成田 弘一、田中 幹也、森作 員子 

（常勤職員2名、他1名）、 

元川 竜平（日本原子力研究開発機構） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 白金族の中で有効な工業用分離試薬が存在しないオク

タヘドラル構造を持つ白金族クロロアニオン錯体の新規

分離試薬の開発、及び白金族抽出錯体の内圏及び外圏構

造測定による抽出機構解明を目標とする。 

研究計画： 

 本研究では、新規抽出系における白金族イオンの抽出

分離挙動の把握に加え、X 線吸収微細構造（XAFS）法

と中性子小角散乱（SANS）法を用い、内圏における錯

形成と外圏におけるイオン対形成を相互に観察しながら

白金族イオンの抽出機構を明らかにすることで、新規抽

出剤の設計・開発を行う。 

年度進捗状況： 

 アミン系抽出剤とスルフィド系抽出剤の混合溶媒を用

いて、塩酸溶液中のロジウムの抽出挙動を調べた。アミ

ン系抽出剤にはトリ-n-オクチルアミン（TOA）を、ス

ルフィド系抽出剤にはジ -n-ヘキシルスルフィド

（DHS）、N-メチル-N-n-オクチル-3-チアブチルアミ

ド（3TBA）及び N,N’-ジメチル-N,N’-ジ-n-オク

チル-チオジグリコールアミド（TDGA）を用いた。

TOA－DHS、TOA－3TBA、TOA－TDGA のすべての

混合溶媒系におけるロジウム抽出率は、それぞれ単独で

使用した場合の抽出率の和よりも大きく、協同効果を示

すことが分かった。また、塩酸濃度2M においてロジウ

ム抽出分配比のスロープ解析を行い、抽出錯体中のロジ

ウムと各抽出剤の比を求めたところ、いずれも Rh：
TOA：スルフィド比は約1：2：1であることが示唆され

た。塩酸濃度2M におけるロジウムの優勢な化学種はペ

ンタクロロアニオンであることから、プロトン化した

TOA2分子により電荷が中和され、スルフィドにより溶

媒和抽出されていると推測される。 

 FT-IR スペクトル測定では、TDGA のカルボニル伸

縮振動のピークに注目し、TOA-TDGA 系におけるロジ

ウム抽出前後のスペクトルを比較したところ、ロジウム

抽出錯体ではこのピークに加え、低波数側にも新たなピ

ークが生じた。ゆえにカルボニルの酸素原子が抽出錯体

において何らかの相互作用に関与していると推測できる。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］白金族、抽出錯体、溶媒抽出、抽出剤 

 

［研 究 題 目］ヒマラヤ氷河融解によるガンジス河生態

系への影響評価研究 

［研究代表者］谷保 佐知（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］谷保 佐知、山下 信義、山﨑 絵理子

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 Manipal 大学、インド海洋研究所（NIO）、Patna 大

学等との研究協力体制を確立し、現地研究者の協力の下、

ヒマラヤ周辺より氷河融水とガンジス河流域の環境試料

を収集した。また2012年1月および7月に、残留性汚染物

質（POPs）や医薬品汚染なども含めた包括的な化学分

析を行った。環境試料はガンジス川流域8地域から、水

試料30、底質25の試料を採集し化学分析に供した。特に、

新たな地球化学トレーサーである PFOS（ペルフルオロ

オクタンスルホン酸）関連物質と POPs 類等、水資源

の地球環境動態解析に必要な環境分析化学・地球化学指

標を JISK0450-70-10および ISO25101等に準じて測定

した。検出感度は数 pg/L であり、インドのようなベー

スライン汚染を調査する上で十分な高感度分析技術を開

発した。ヒマラヤ氷河周辺から、PFOS は<0.01～0.73 

ng/L、PFOA は<0.01～0.62ng/L の濃度範囲で検出さ

れた。これは、日本、欧米のような先進国と比べ有意に

低く、この地域には直接的な汚染源は存在しないことを

示している。一方で、短鎖の化合物である PFBA や

PFPeA などの濃度は標高5000m の氷河でも検出されて

おり、これらの給源に興味が持たれる。また、氷河が流

入しガンジスカワイルカが生息するガンジス川流域にお

いて、Delhi など都市域での顕著な濃度上昇が確認され

た（PFOS：0.325～21.8ng/L、PFOA：0.098～2.46 

ng/L）。インドの都市域での PFASs 汚染組成は日本と

インドでは大きく異なり、汚染源や汚染状況が異なるこ

とが推測されたが、その濃度レベルは日本に匹敵するレ

ベルであり、これらの化学物質が食物連鎖を通してガン

ジスカワイルカに高濃度に蓄積され、固体数減少に関係

している可能性も指摘できた。全体として、インドでの

PFASs 類の使用量は現在急激に増加しており、ストッ

クホルム条約によって国内生産使用が禁止された先進国

とは大きく異なった状況が明らかになった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］インド、ガンジス川、PFOS 
 

［研 究 題 目］ハイブリッドゲルによる新規陰イオン吸

着剤の開発 

［研究代表者］日比野 俊行（環境管理技術研究部門） 
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［研究担当者］日比野 俊行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 層状複水酸化物（LDH）は、層状構造を有する化合

物で陰イオン交換能を持つ。層間の陰イオンを乳酸イオ

ンにすることによって、水中で LDH を薄層に剥離し、

ナノシート状の LDH が分散したコロイド溶液を得た。

このコロイド溶液とアガロースを、加熱した液状物状態

で混合し、冷却することによってハイブリッドゲルを得

た。ゲルは細かく切断し、陰イオンの吸着実験に供した。

吸着性能は、粉末状の LDH と比較して検討した。吸着

は24時間以内には、ほぼ平衡状態に達することが分かっ

たので24時間を目安にして検討を行った。様々な陰イオ

ンを用いた吸着検討では、イオン間の吸着のしやすさ、

すなわち、親和性の序列は、粉体 LDH とハイブリッド

ゲルにおいても用いた陰イオン間では同じ序列であった。

ハイブリッドゲル中の LDH 含有量を変化させたときの、

吸着性能の検討も行った。その結果、LDH 含有量が低

いときは、含まれる LDH の LDH1g 当たり換算での吸

着能力は低い傾向にあったが、乾燥状態の重量比で

LDH とアガロースが1：1前後まで LDH 含有量を増加

させると、含まれる LDH の LDH1g 当たり換算では、

粉体の LDH とほぼ同等な吸着能を示すようになった。

以上、粉体との比較において著しい吸着能力向上は今の

ところみとめられていないが、ハイブリッドゲルは成形

やハンドリング等において興味深い特性を持ち、高分子

ゲルがバインダーとしては良好な特性を持つことが分か

ったため、高分子ゲルを LDH のバインダーとして用い

る観点からの検討を中心に進めていくこととした。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ハイブリッドゲル、層状複水酸化物、吸

着剤、イオン交換 

 

［研 究 題 目］未知環境微生物群の機能強化による重金

属汚染土壌のオンサイト修復技術の開発 

［研究代表者］堀 知行（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］堀 知行（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、未培養微生物の機能を直接同定する

「Stable Isotope Probing」や環境メタゲノミクスを駆

使することによって、六価クロム汚染土壌の還元（Cr6+

［拡散性・有毒］→Cr3+［非拡散性・無毒］）またはセ

レン汚染土壌の還元（Se6+［拡散性］→Se4+［非拡散性］）

に関与する未知環境微生物群の実体を明らかにし、当該

汚染土壌の分子診断法および修復活性化法の確立を目指

す。平成24年度は、六価クロムおよびセレンで汚染され

た土壌において生物学的な重金属還元が起こるか否かを

調べた。重金属汚染土壌を前培養に供し、内在する微生

物群の代謝を活性化させた。さらに六価クロムまたはセ

レンを電子受容体、酢酸を電子供与体とする本培養試験

を行った。なお対照区として、1.オートクレーブ滅菌土

壌に同様の基質を添加した系、2.電子供与体を加えるも

のの電子受容体を添加しない系を用意した。六価クロム

およびセレンの酸化還元動態の把握には ICP-AES を用

い、酢酸濃度の変化は HPLC により求めた。その結果、

六価クロム汚染土壌では、対照区を含めたすべての土壌

において Cr6+の減少が見られたが、酢酸濃度は減少せ

ずにほぼ一定の値をとった。この事は、Cr6+減少が微生

物作用でなく土壌吸着や化学的還元に依るものであるこ

とを示唆している。一方でセレン汚染土壌では、対照区

以外の土壌において Se6+の減少が観察され、それに連動

して Se4+上昇と酢酸減少が見られた。対照区では、その

ような変化が見られないことから、セレンは土壌に内在

する微生物によって還元されていることが示された。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］未知環境微生物、重金属汚染、バイオレ

メディエーション 

 

［研 究 題 目］スマートパーティクルセンシングデバイ

スの開発 

［代表研究者］野田和俊（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］野田和俊（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大気中の浮遊粒子状物質（SPM）、特に「PM2.5」な

どについて水晶振動子を利用した微量天秤測定手法

（QCM）の応用を行い特別な付加装置を使用すること

なく SPM を電極表面へ付着させるリアルタイム計測手

法の検討を行った。 

 今年度は、SPM が付着しやすい高分子膜の作成とそ

の評価を行った。SPM が吸着しやすい高分子薄膜をプ

ラズマ重合やスピンコート法などで作成して成膜条件を

求めた。膜厚が厚くなるほど吸着表面積が大きくなるが、

湿度に対する影響も大きくなるため、約10000ng 程度が

本条件では最適であることを明らかにした。エタノール、

アセトンなどの VOC に対する検知感度は小さく、湿度

に対する影響も小さいことが分かった。測定流量に対す

る影響も小さかった。走査型電子顕微鏡（SEM）での

表面観察の結果、小さな凸凹はあるが全体を見ると比較

的フラットな形状が確認された。この他に、スピンコー

ト法による成膜も同様な特性であった。 

 この結果から標準的な SPM 試料（中心粒径4.7～

54µm：90%）を利用して QCM 検知特性を求めた。試

料を単独で発生させた実験では、SPM の付着によって

生じる周波数変化は、発生量と正の相関関係を明らかに

した。表面に付着した SPM を SEM で観察した結果、

2.5µm 程度以下の粒子も付着しており、本測定法の有

効性が確認された。付着割合と検出感度の関係では、市

販のレーザ式粉じん計の測定結果と QCM 周波数変化も

ほぼ正の相関関係が示された。高感度検知では、逓倍波

を利用しなくても基本周波数の高周波数化（9→20MHz）
により、約5倍程度高感度化が可能なことが分かった。 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(803) 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］センサ、スパッタリング、水晶振動子、

パーティクル、プラズマ 

 

［研 究 題 目］生体環境高分子の動的立体構造分析技術

の研究 

［研究代表者］和泉 博（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］和泉 博（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境負荷物質の健康影響は、アスベスト、粒子状物質

（PM）、シックハウスなどにみられるように、異物が

体内にとりこまれることが大きく関わっている。その際

に起こる免疫反応や DNA 構造変化を中心に、コンフォ

メーションの解析ツールを活用し、化学物質の構造活性

相関の視点から明らかにする研究を行う。具体的には、

赤外円二色性（VCD）解析から派生した立体配座コー

ドを第一原理計算法に拡張し、X 線結晶構造解析等の計

測手法に組み込む基盤研究を行う。1000個を目標に生体

高分子の立体配座コード構造データのデータベース化を

行い、活性と相関を持った共通する動的構造因子を特定

するとともに国際基準への採用を目指した活動を行う。 

αへリックス型（h:3β5α4β）、βシート型（s:6α
4β4β）の立体配座コードをテンプレートとして、アミ

ノ酸残基毎の主鎖の立体配座を整理する手法をプリオン

タンパク質分子に適用し、二次構造帰属の標準的な手法

である DSSP 法との比較を行った。プリオンタンパク

質の構造データ2w9e と1i4m について、アミノ酸配列

65-76aa.の hsssshhhhssh と hhhhhhossssh の構造の

違いが分子全体の形を大きく変化させていた。DSSP 法

では、loop もしくは irregular に対応するブランクがか

なりの頻度で存在しており、3D 情報を1D 情報に変換

する本 DCCP（Dictionary of Conformational Code in 
Proteins）法は多数の構造データの中から複雑な形を持

った loop 構造のような超二次構造のデータマイニング

に有効な手法と考えられる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］データマイニング、超二次構造、タンパ

ク質、アライメント、コンフォメーショ

ン、ケモインフォマティクス、赤外円二

色性 

 

［研 究 題 目］光学活性超原子価ヨウ素による不斉酸化

反応の機構探究に基づく展開 

［研究代表者］脇坂 昭弘（環境管理技術研究部門） 

［研究担当者］脇坂 昭弘、藤田 守文 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 溶液中の反応中心において基質分子と溶媒分子との相

互作用を正確に把握することは、反応中間体の反応性を

制御するための重要な知見となる。このため、溶媒分子

との相互作用を制御することを意図して超原子価ヨウ素

化合物の立体構造を系統的に設計・合成し、これら一連

の超原子価ヨウ素化合物と溶媒分子との相互作用の強さ

を液相クラスター質量分析法により解析した。超原子価

ヨウ素化合物の設計・合成は藤田（兵庫県立大学）、液

相クラスター質量分析は脇坂が担当した。本質量分析に

は、エレクトロスプレー法による試料導入法を用い、ヨ

ードニウムイオンの正電荷とアセトニトリル分子との静

電的相互作用によって形成されたクラスターを真空チャ

ンバー内で溶液から分離して質量分析を行う手法を用い

た。超原子価ヨウ素化合物のヨウドニウムイオンは溶媒

のアセトニトリルと強く相互作用し、溶媒和クラスター

を形成した。一方、超原子価ヨウ素化合物の側鎖に乳酸

側鎖を導入すると、ヨウドニウムイオンと乳酸側鎖との

分子内相互作用が優勢となるために、アセトニトリルと

の相互作用が全く観測されなくなった。このような分子

内相互作用による溶媒との相互作用の違いが、反応選択

制と密接な関係があることを明らかにした。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］クラスター、溶媒和、質量スペクトル 

 

［研 究 題 目］超伝導ナノストリップライン分子検出器

による巨大分子質量分析 

［研究代表者］大久保 雅隆 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大久保 雅隆、全 伸幸、鈴木 宏治、

志岐 成友、浮辺 雅宏 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

超伝導体を厚み数10nm、幅1µm 以下のナノサイズに

すると、イオンの衝突を高感度、高速で検出でき、その

性能は従来技術を上回ることができる。この検出器は、

イオン衝撃により発生したフォノン（格子振動の量子）

により、超伝導状態が壊れて抵抗状態が出現することを

利用する。平成24年度は、厚みが数10ナノメートル、線

幅が数100ナノメートルの超伝導体（ニオブあるいは窒

化ニオブ）のストリップ線を、数ミリメートルの領域に

直並列に配置することにより、従来型のイオン検出器と

同等のナノ秒の高速応答と、質量が大きいイオンでも低

下しない検出特性が得られた。従来1つの素子のサイズ

は2mm 角であったが、5mm 角まで面積の拡大を実現

し、測定時間を短縮することを可能にした。また、高速

の超伝導デジタル回路を用いてナノ秒の信号を読み出す

ことに成功し、大規模アレイの実現に道を拓いた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、ナノ構造、超伝導デバイス、

極低温 

 

［研 究 題 目］分子トンネルイオン化の量子制御を利用

したレーザー場フーリエ合成 
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［研究代表者］大村 英樹 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大村 英樹、齋藤 直昭 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題の目的は、2色の位相制御レーザーパルス

による気体分子の異方性トンネルイオン化の量子制御技

術を多色の位相制御レーザーに発展させ、従来技術では

困難であった課題に対して原子分子制御の質的転換を目

指した新しい方法論を提示することである。具体的な課

題は、1. 多色位相制御レーザーパルスにおいて各周波

数成分の相対位相の計測と制御が可能な、レーザー場フ

ーリエ合成装置の作製、2. フーリエ合成された多色位

相制御レーザーパルスによって駆動された光電子の運動

を追跡するイオン－光電子同時検出装置の高性能化、3. 

強いレーザー場による分子トンネルイオン化の精密な理

論の構築と実験との詳細な比較検討である。 

 各課題に関する今年度の成果は以下の通りである。 

1. ナノ秒 Q スイッチ YAG レーザーの高調波の相対位

相を制御する多色位相制御レーザーパルス発生装置を

作製した。3色位相制御レーザーパルスを3原子分子

（OCS）に照射する実験を行い、位相に強く依存す

る配向選択分子イオン化の観測に成功した。 

2. 電解イオン顕微鏡を基本構造とした原子分子溜め込

み型真空チェンバーによるイオン－光電子追跡装置の

作製を行った。 

3. シーガート漸近理論をもとに、非対称分子軌道から

のトンネルイオン化の異方性についての理論的枠組み

を構築し、計算コードを開発した。CO や OCS など

の分子について高精度の理論計算を実施した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子制御、コヒーレント制御、位相制御

レーザーパルス 

 

［研 究 題 目］イオン・陽電子同時照射系を用いるトラ

ンジェント陽電子計測法の開発 

［研究代表者］木野村 淳 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］木野村 淳、大島 永康、 

B. E. O’Rourke、鈴木 良一、 

西島 俊二（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子直線加速器を用いた低速陽電子ビーム源では、加

速器の電子パルスと同じ時間構造で発生する瞬間的に非

常に強いパルス陽電子ビームが得られる。このような電

子加速器による陽電子源の特徴を生かし、パルスイオン

ビームとパルス陽電子ビームを同期して固体材料に照射

し、イオン照射誘起欠陥の過渡状態を評価することが可

能な新しい測定法を開発する。平成24年度はビーム制御

技術の開発と照射実験をそれぞれ以下の様に進めた。ま

ず、ビームラインの陽電子発生部と試料チャンバの間に

挿入する陽電子蓄積セクションを開発した。蓄積なしの

場合、試料上での陽電子パルス幅は約20µs であるが、

数10µs 程度の蓄積をするとパルス幅が40µs まで拡がり、

陽電子蓄積セクションが陽電子パルス幅制御にも使える

ことを示した。また、次年度設置予定のインダクション

バンチャーによる陽電子パルス制御装置の設計を行った。

さらに、高速波形デジタイザーを中心としたパルスイオ

ンビームとパルス陽電子ビームを同期照射するための制

御システムを開発した。照射実験として、試料温度を室

温から550℃までの範囲に設定し、SiO2（熱酸化シリコ

ン基板もしくは溶融石英）試料、純金属試料（Ni また

は Fe）へのイオン・陽電子パルスビームの同時照射を

行った。パルスイオンビーム照射により、連続ビームで

は変化が早すぎて観測できなかったイオン照射初期（低

照射量領域）における照射損傷の変化が観測できること

を示した。さらに、照射タイミングを制御することによ

り、イオンビーム照射時と非照射時で陽電子寿命スペク

トルに変化が生じることが純金属試料への照射実験で示

された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子消滅分光、照射損傷、その場分析 

 

［研 究 題 目］準単色 LCS－X 線と標的指向性 DDS を

組み合わせた相乗的癌治療効果に関する

研究 

［研究代表者］小池 正記 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］小池 正記、黒田 隆之助、三浦 永祐、 

鶴島 英夫（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 準単色 LCS-X 線源の開発に関しては、悪性腫瘍細胞

への単色 X 線照を実現するため、レーザーコンプトン

散乱（LCS）X 線収量の増強は不可欠で有り、10Hz 以

上の高繰返しのマルチパルス LCS-X 線を生成する必要

がある。このため、Ti:sapphire 結晶ベースの再生増幅

型エネルギー蓄積レーザー共振器の開発を行った。再生

増幅器へ導入する種光生成用の各モジュール製作を行い、

加速器に同期した種パルス列を生成した。種光を蓄積す

るための共振器は、共振器長 L＝3.8m において繰り返

し10Hz での自己発振を達成し、種光を導入することで、

パルスの増幅蓄積が行える見通しである。また、パルス

エネルギー増強を更に効率化するため、パルスの伸張と

圧縮を一つの共振器内で行える構造を発案し、同時に高

繰返し化が可能な Yb:YAG 結晶を用いた高平均出力化

技術の可能性調査を行い、その有用性を確認した。 

 さらに Ti:sapphire 結晶ベースの再生増幅型エネルギ

ー蓄積レーザー共振器へ、加速器と同期した種パルス列

を導入しビルドアップ増幅を行い、100パルス以上のレ

ーザー蓄積に成功した。また、同時に計算機シミュレー
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ションにより共振器長、凹面鏡半径等の最適パラメータ

をサーベイし、集光サイズ50µm 以下を達成できること

を確認した。電子ビームに関しては、昨年度に引き続き、

マクロパルス内に10ns 程度の間隔で50パルス以上のマ

ルチパルス電子ビームを安定に発生させることに成功し

た。また、照射密度をあげるためピンポイント X 線集

光光学系に関しては、ガラス・ポリキャピラリーと X
線管球を用いた集光テストを行い、約10倍弱の輝度増強

を確認した。光軸調整を含め、単色光源を用いた際には

更なる増強が見込まれる。 

 金コロイドを添加した悪性腫瘍細胞に対する X 線照

射の研究に関しては、まず、U251MG 悪性脳腫瘍細胞

の培養液に金コロイド（粒子径8nm）を最終濃度15、30、

45mg/mL 濃度で添加して24時間培養した。これに低エ

ネルギーレベルの X 線を照射してコロニーフォーミン

グアッセイを施行した。 8Gy 照射、金コロイド

30mg/mL で悪性脳腫瘍細胞の生き残りコロニー数は、

コントロール群（金コロイド添加しなで X 線照射した

群）と比較して10分の1に低下した。金粒子が細胞表面

および内部に存在している場合、金の吸収率のよい低エ

ネルギーX 線を照射すると、放射線の抗腫瘍効果が増強

されることが確認された。この増強効果を得るための金

濃度は、培養液中の濃度で15-30mg/mL 程度であると

考えられる。照射 X 線を単色化して金の吸収率のよい

エネルギーレベルに限局すれば、更なる増強効果も得ら

れるものと思われる。 

 AT-DDS 薬剤の開発と単色 X 線ピンポイント集光照

射による照射効果の検証としては、細胞培養液中に金ナ

ノ粒子を付加して低エネルギーX 線を照射したところ、

活性酸素の産出量が約2−3割増加したことが確認された。

X 線源は1.0mm アルミフィルター、1.0mm アルミ＋

0.5mm 銅フィルター、又は1.5mm 銅フィルターでエ

ネルギー分布を調整した。細胞培養溶液中には粒径8nm
と50nm の2種類の金ナノ粒子が、100mg/mL になるよ

うに加えた。悪性脳腫瘍細胞（U251）に金ナノ粒子

（粒径8nm）を細胞培養液にそれぞれの濃度で添加して

低エネルギーX 線（1.0mm アルミフィルター使用）を

照射して colony forming assay を施行した結果、照射

線量8Gy、添加金ナノ粒子30mg／mL（培養液中濃度）

以上でコントロールに比して有意な細胞増殖抑制効果が

観られた。 

 以上の通り、将来の低侵襲の新たな癌治療システムの

構築を目指し、薬剤と X 線の相乗効果を利用した癌治

療法の開発を行うことを目的とし、そのため、X 線源と

して、高繰り返しの再生増幅器型レーザー共振器とマル

チパルス電子ビームを用いた、マルチパルス・レーザー

コンプトン散乱による準単色 X 線源を開発した。さら

には治療用の薬剤運搬のため、金コロイドや白金抗癌剤

（シスプラチン）などの重金属を内包し、癌細胞に集積

させる標的指向性（アクティブターゲティング）Drug 

Delivery System（AT-DDS）を開発した。この AT-
DDS 薬剤と X 線照射による治療効果の検証として、細

胞培養液中に金ナノ粒子を付加して低エネルギーX 線を

照射したところ、活性酸素の産出量が約2－3割増加する

ことがわかった。また、悪性脳腫瘍細胞（U251）に金

ナノ粒子（粒径8nm）を細胞培養液にそれぞれの濃度で

添加して低エネルギーX 線を照射して colony forming 
assay を施行した結果、照射線量8Gy、添加金ナノ粒子

30mg／mL（培養液中濃度）以上でコントロールに比し

て有意な細胞増殖抑制効果が観られることがわかった。

最終的に両者の成果を融合させ、AT-DDS 薬剤と単色 X
線ピンポイント集光照射による計算機シミュレーション

を実施することで、薬剤と X 線の相乗効果実証の目処

を立てることができた。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］レーザーコンプトン散乱、単色 X 線源、

標的指向性 DDS、金コロイド、相乗的

癌治療効果 

 

［研 究 題 目］質量顕微鏡による高空間分解能分子動態

解析 

［研究代表者］高橋 勝利 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］高橋 勝利（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 シロイヌナズナの葉をテスト試料として、質量顕微鏡

観察のための試料調製法を確立した。植物組織には細胞

壁があり、細胞壁を取り除かないと細胞内部の物質にア

クセスが出来ない。しかし常温下で細胞壁を取り除くと

膨圧によって細胞が破裂してしまう。このため植物組織

を急速凍結固定して極低温下で薄切し、細胞壁を取り除

き細胞内部を露出させた状態で乾燥試料を作成する必要

がある。昨年度はこのための手法、つまり(1)急速凍結

法、(2)極低温薄切法、(3)氷温凍結乾燥法に関して検討

を行ったが、本年度はこのような凍結切片を作らずに、

植物体を直接分析するための手法の検討を実施した。 

 全固体紫外線パルスレーザー（波長355nm）を光ファ

イバーに入射し、反対端から出射されるパルス光を大口

径カセグレン鏡に入射し、ファイバーコア径の約4分の1

のスポット径にレーザー光を集光できる光学系を用いて

小さく絞ったレーザー光を、11mm×11mm の ITO コ

ートガラスの上に接着した切片化していない植物体、こ

こではシロイヌナズナの芽生え・根・葉等、に直接、ま

たは貼り付けた植物体にマトリクス物質を真空蒸着した

試料、の表面に照射して植物体を直接アブレートするこ

とにより、直接イオン化することが可能であることを発

見した。これにより、手間のかかる切片化を行うことな

しに、直接植物体の質量顕微鏡測定を行う事に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量顕微鏡、フーリエ変換型質量分析計、
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MALDI、イメージング、植物組織 

 

［研 究 題 目］加速器を用いた光子誘起陽電子消滅法に

よる非破壊材料評価法の開発 

［研究代表者］豊川 弘之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］豊川 弘之、平 義隆（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 電子加速器を用いて発生した高エネルギーガンマ線ビ

ームを物質に照射し、光子誘起陽電子消滅法によって金

属材料の健全性を実環境で評価する手法の開発に成功し

た。具体的には、電子加速器を用いたレーザーコンプト

ン散乱によって MeV 領域の超短パルスガンマ線ビーム

を発生し、これを用いて陽電子パルスの生成、および金

属サンプルにおいて光子誘起陽電子の寿命測定を行った。 

 電子蓄積リングに蓄積した電子と超短パルスレーザー

とのレーザーコンプトン散乱によって発生させたガンマ

線を、厚さ5cm の鉛ブロック試料に照射して、試料内

部から発生した陽電子消滅ガンマ線（511keV）を、試

料傍に置いたフッ化バリウム（BaF2）シンチレータに

よって検出した。 

 陽電子消滅ガンマ線の信号波形を高速のデジタルオシ

ロスコープによってデジタイズし、チタンサファイアレ

ーザーの繰り返し周波数（1kHz）と電子蓄積リングの

高周波信号（90MHz）をオシロスコープのトリガーと

して用いることで、高時間分解能の寿命測定システムを

構築した。 

 また、シンチレーション検出器内における光子輸送を

モンテカルロシミュレーションコードによって解析し、

検出器内での散乱に起因する時間分解能を見積もったと

ころ約60psec であった。この値は実験的に得られた時

間分解能88psec のかなりの部分を占めており、検出器

素子を小さくすることで、時間分解能を数10%向上でき

ることが分かった。そこで、BaF2よりも高密度で、か

つ発光波長がより可視域に近いシンチレータ（Yb 添加

セラミックシンチレータ）を用いた陽電子寿命測定シス

テムを試作し、寿命測定が可能であることを確認した。

これによってシステムの時間分解能を70psec 以下とす

ることが可能であることが分かり、本手法によって金属

試料の陽電子消滅寿命測定が可能であることを確認した。

最終的に鉛試料の陽電子消滅寿命は194±15psec と測定

された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子消滅法、ガンマ線、超長短パルス 

 

［研 究 題 目］表面脱離有機分子の新規ソフトイオン化

法の開発：高感度イメージング質量分析

への展開 

［研究代表者］藤原 幸雄 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］藤原 幸雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 二 次 イ オ ン 質 量 分 析 （ Secondary Ion Mass 
Spectrometry : SIMS）は、イメージング質量分析にお

ける有力な手法の一つである。特に、クラスターイオン

を一次イオンビームとして用いることで、有機材料等を

構成する大きな分子も検出できるようになり、半導体産

業のみならず、化学分野等においても、SIMS の応用範

囲が広がっている。 

 SIMS 法における大きな課題の一つは、試料分子のイ

オン化率の向上である。一般的に、イオンビーム照射に

よって試料表面から脱離する粒子の殆どは、二次イオン

ではなく電気的に中性な原子や分子である。特に有機分

子の場合には、電子衝撃を用いる電子イオン化やレーザ

ー照射による光イオン化では、分子の解離が問題となる

ため、有機分子をソフトにイオン化する新しい技術が必

要となる。 

 一般的に、有機分子等の質量分析においては、外部か

らイオンを付加する手法がソフトなイオン化法として知

られている。例えば、有機分子に1個のプロトンを付加

することでフラグメントを抑制したイオン化が可能とな

る。 

 そこで本研究では、試料分子の二次イオン化率を増大

させるため、プロトン等のイオンを付加する手法を応用

する研究開発を進めている。具体的には、水素や炭化水

素等を含有する多価の帯電液滴を分析試料表面に照射す

ることにより、二次イオン化率の向上を目指している。 

本年度は、SIMS 装置に帯電液滴ビーム源を取り付け、

各種パラメーターを調整して水素や炭化水素等を含有す

る多価の帯電液滴ビームを有機試料表面に照射して

SIMS 分析を実施した。本成果は、質量分析に関する国

際会議（IMSC2012）等において発表した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］表面分析、イメージング質量分析、イオ

ン化 

 

［研 究 題 目］複合材料の超音波非接触映像化探傷技術

に関する研究 

［研究代表者］卜部 啓（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］卜部 啓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 レーザー励起と空中受信による、繊維強化複合材料の

ための非接触超音波映像化探傷技術の確立を目的として、

CFRP（炭素繊維強化プラスチック）を対象に以下のよ

うに研究を進めた。 

１．板波伝搬映像による層間はく離検出に対し厚さ方向

でのはく離位置が及ぼす影響について調べるために、

モデルはく離（テフロンシート）の挿入層が異なる試

験体について、受信角度と周波数を変えて色々なモー

ドの板波の映像化実験を行った。その結果、はく離の
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厚さ方向位置により検出に適するモードや周波数が異

なることが明らかとなった。 

２．高次モードの抑制による映像の単純化と探触子の低

価格化を目的に、より低周波の40kHz 帯空中探触子

による映像化を試みた。その結果、数百 kHz 帯と同

様に板波の映像化が可能であることが分かった。しか

し、長波長のため面内で10mm 程度以下の大きさの

欠陥検出は困難であることが判明した。このことから

低周波での映像は、大型構造物の広範囲の状況を粗い

走査ピッチで概観する場合に適することが分かった。 

３．複雑形状への適用として、前年度に引き続き

CFRP と金属の接着部の非接触映像化実験を、モデ

ル接着不良を入れた試験体について行った。その結果、

5mm 平方の接着不良が十分に検出可能であった。な

お、これについては、経済産業省の戦略的基盤技術高

度化支援事業の中で、実用化に向けて研究開発を展開

することとなった。 

［分 野 名］計測・計量標準   

［キーワード］非破壊検査、超音波、映像化、非接触、

空気伝搬超音波、レーザー、板波、炭素

繊維強化複合材料 

 

［研 究 題 目］錯体水素化物のリチウムイオン伝導圧力

依存と構造の相関による伝導パス形成因

子の解明 

［研究代表者］山脇 浩（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山脇 浩、藤久 裕司、中野 智志 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水素貯蔵材料としてのみならず、高い Li イオン伝導

性が見出されたことで固体電解質としても注目されてい

る Li 系錯体水素化物に関して、本研究では温度・圧力

により出現する様々な結晶相に対するイオン伝導度を調

べ、振動分光によるイオンの振動状態、粉末 X 線回折

による構造変化などを明らかにし、イオン伝導度と構造

との相関関係を解明することを目的としている。 

 LiBH4が空気中の水分と室温においてもすばやく反応

し、一水和物を形成することを見出した。結晶中では、

二水素結合の形成が安定化に寄与している。 

 また、LiBH4を超える高い伝導性を示すことが知られ

る LiBH4-LiNH2複合錯体の温度－圧力相図およびイオ

ン伝導度や結晶構造を調べた。まず、組成比1:3の錯体

Li4(BH4)(NH2)3については、昨年度室温における圧力

誘起相転移を見出していたが、粉末 X 線回折測定によ

り、高温高圧域での新規高圧相（II 相）との相境界が

圧力に対して負の傾きをもつことがわかった。さらに、

3GPa 付近の相境界では転移に伴うイオン伝導性に大き

な差がないことも明らかとなった。 

 次に、組成比1:1の錯体 Li2(BH4)(NH2)については、

3GPa 、 400K 付近の温度・圧力域で高温高圧相

（HPHT1）が出現するが、さらに加圧すると4.8GPa
で別の高温高圧相（HPHT2）も出現した。粉末 X 線回

折データからリートベルト解析および DFT 計算に基づ

き、これらの相に対してそれぞれ空間群 Pbam と

Imma を有する斜方晶の構造モデルが得られた。今後、

相境界およびイオン伝導性に明らかにしていく。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］リチウムイオン伝導、錯体水素化物、粉

末 X 線回折、振動分光、温度圧力相図 

 

［研 究 題 目］指向性圧電素子を用いた CFRP 積層板

の損傷モニタリングシステムの開発 

［研究代表者］遠山 暢之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］遠山 暢之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 炭素繊維強化プラスチック（CFRP）積層板に内在す

る衝撃損傷を、一箇所のみに配置した超音波アレイセン

サを用いて検出・位置同定することが可能な全方位損傷

モニタリングシステムを開発することを目的としている。

本年度は、複数の圧電素子からなる放射状アレイセンサ

の設計、発信素子の最適形状設計およびこれらの発信・

受信アレイを利用した衝撃損傷検出・位置同定手法の開

発を行った。 

 まず前年度に設計した高アスペクト比形状のラム波ゼ

ロ次非対称モードに対して顕著な指向性を有する圧電素

子を8つ用いて、45度間隔で放射状に配列させたセンサ

網を構築し、中央部に全方位に等方的にラム波を放射で

きる円形の発信素子を配置したアクティブセンシング用

の発信・受信アレイを設計・作製した。さらに励起され

たラム波の伝播挙動をレーザ超音波映像化技術を用いて

可視化することでアクティブセンシングとしての機能を

有することを確認することができた。 

 円形の発信素子から全方位に放射され、CFRP 積層

板中を伝播したラム波が、衝撃損傷部で反射され、その

反射エコーを各圧電素子で検出することができた。各圧

電素子は指向性を有しているため、各反射エコーの振幅

を比較することによって定量的に衝撃損傷の方位を導出

することに成功した。さらに反射エコーの到達時間を基

にして、センサ－損傷間距離についても併せて定量的に

導出することができた。最終的に得られた方位と距離の

情報から衝撃損傷の2次元位置を同定することに成功し

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］炭素繊維強化プラスチック、超音波、板

波、非破壊検査、圧電素子、アレイ探触

子 

 

［研 究 題 目］強誘電体チューブを用いた単色可変高出

力テラヘルツ光源の開発 
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［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、熊木 雅史、立花 充章 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、高輝度・超短パルス電子ビームを生成し、

キャピラリーチューブによるテラヘルツ領域コヒーレン

ト・チェレンコフ放射生成を行うものである。同時に、

キャピラリー材料に強誘電体を用いることで単色可変の

高出力テラヘルツ光源の可能性を探索するものである。

S バンド小型リニアック施設を用いて、キロアンペア級

のピーク電流値を持つ高輝度・超短パルス電子ビーム

（エネルギー約40MeV、電荷量1nC 以上、パルス幅

500fs 以下）を生成し、誘電体キャピラリーチューブを

通過させることでテラヘルツ領域のコヒーレント・チェ

レンコフ放射を生成に成功した。本年度は、誘電体チュ

ーブとして石英チューブを用いることで、単色性の高い

放射が得られることが確認できた。また、単色可変を目

指した強誘電体材料としては PVDF フィルムを用いた

放射実験を行い、コヒーレント・チェレンコフ放射の発

生を確認することができ、単色可変テラヘルツ光源実現

への目処が立ったと言える。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、キャピラリーチューブ、コ

ヒーレント・チェレンコフ放射 

 

［研 究 題 目］超短パルス電子ビームを用いたリアルタ

イム2D テラヘルツ分光システムの開発 

［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助、熊木 雅史、立花 充章 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、小型加速器ベースの高出力テラヘルツ光源

を開発し、テラヘルツパルスによる時間領域分光を行う

と同時に、リアルタイム2D 吸収スペクトルを取得する

手法の実現を目指すことを目的としている。本年度は昨

年度同様に、産総研 S バンド小型電子リニアックを用

いてエネルギー約40MeV の高輝度・超短パルス電子ビ

ームを生成し、コヒーレント放射を用いた高出力テラヘ

ルツパルスを生成した。そして、EO サンプリング法を

ベースとした時間領域分光の分解能向上とシングルショ

ット分光実現のための試験を行った。コヒーレント放射

源には、アルミターゲットによるコヒーレント遷移放射

光を生成し、テラヘルツレンズによって平行光にした後、

再度テラヘルツレンズによって、EO 結晶に集光した。

EO 結晶としては、ZnTe（100面）結晶を用いた。プロ

ーブ光としては、加速器と同期した Ti:Sa フェムト秒レ

ーザーを用い、テラヘルツパルスと同時に EO 結晶に集

光した。結晶を透過したプローブ光は、10ﾌコントラス

トを持つ偏光子を透過させ、プローブ光の位相変化を

PhotoDiode（PD）によって検出し、テラヘルツ時間波

形の取得を行った。その後、上記手法における時間分解

能は、テラヘルツパルスとプローブパルスとの時間ジッ

ターによって大きく制限されるため、問題解決のためチ

ャープパルスをプロ－ブ光としたシングルショット時間

領域分光の試験を行った。その結果、フェムト秒レーザ

ーを約60ps 程度までチャープしたプローブ光を、テラ

ヘルツパルスによる EO サンプリング法を用いて計測し、

プローブ光の周波数領域と時間領域の対応関係

（2ps/1nm）を測定することに成功した。このことか

ら、開発中のシングルショット計測システムにおける時

間分解能は200fs であることが確認でき、最終年度での

シングルショット分光を実現させる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、シングルショット時間領域

分光、コヒーレント遷移放射 

 

［研 究 題 目］コヒーレント逆コンプトン散乱による大

強度軟 X 線発生の原理実証 

［研究代表者］黒田 隆之助 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］黒田 隆之助（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は大強度 X 線生成のためにコヒーレント

逆コンプトン散乱実現のための要素技術開発を行うもの

である。コヒーレント逆コンプトン散乱実現のための電

子ビーム変調に関して、空間領域変調を時間領域変調に

圧縮変換する手法に関してコード PARMELA によるビ

ームトラッキングシミュレーションを実施した。具体的

には、40MeV の電子ビームに対し、アクロマティック

アーク（2個の偏向電磁石、4個の四極電磁石）の中心部

に設置したマルチスリットによって水平方向変調を行い、

アクロマティックアーク出口において、空間領域を時間

領域に変換した。マルチスリットは、0.5mm 幅、

0.5mm 間隔で、ビーム中心軸から±50mm とした。ア

クロマティックアークにおける磁場設定は、時間圧縮も

考慮した圧縮モード（R56が負）である。その結果、ス

リットにより平均で約1/6、中心付近では約1/30（約

16µm）に空間領域を時間領域に圧縮変換できることが

わかった。しかしながら、均等圧縮をするためには、マ

ルチスリットのスリット間隔等を変調させる必要がある

ことがわかった。これは、アクロマティックアーク内で、

電子ビームの2次、3次の分散により位相空間分布の裾野

が広がってしまうことが原因である。今後は、分散補償

と最適なスリット形状を算出し、実際の実験によりµm
オーダーの変調を実現させ、最終的には nm オーダーの

変調を行っていく。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］小型電子加速器、コヒーレント逆コンプ
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トン散乱、マイクロバンチ電子ビーム 

 

［研 究 題 目］レーザーコンプトン準単色硬 X 線によ

る低侵襲高精細医用イメージング技術

の研究 

［研究代表者］山田 家和勝 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］山田 家和勝、黒田 隆之助、平 義隆、

豊川 弘之、福山 直人 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、小型電子加速器と高出力レーザーを駆使し

たレーザーコンプトン散乱準単色硬 X 線（LCS-X 線）

の高収量発生技術とその医用イメージングへの適用手法

の研究を目的とする。 

 本年度は、再生増幅器型レーザー共振器を完成させ、

LCS-X 線マルチパルスを安定生成するため、レーザー

発振器の安定化を行った。同時に、レーザーコンプトン

散乱 X 線により人体等価材料（ポリウレタン・エポキ

シ樹脂）で作製された人体頭部ファントムを用いた血管

造影実験を行った。ファントム内部には硫酸バリウム

（K 殼吸収端約37.4keV）を造影剤とした血管が模擬さ

れており、最大約38keV にチューニングした準単色 X
線を照射することでファントム首部の頚動脈撮像に成功

した。これにより人体とほぼ同じ材質・厚みの物質であ

っても準単色性を生かした低侵襲・高コントラスト撮像

が可能であることが示された。今後は、さらなるコント

ラスト増強のため、タルボ干渉法による高精細医用イメ

ージング実現を目指しいく。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］小型電子加速器、高出力レーザー、レー

ザーコンプトン散乱、単色 X 線、放射

線、線量測定・評価、医用・生体画像 

 

［研 究 題 目］実時間観察可能な陽電子顕微鏡の開発 

［研究代表者］小川 博嗣 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］小川 博嗣、木野村 淳 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 材料中の原子レベルの空孔型欠陥分布の測定に関して

陽電子顕微鏡は電子顕微鏡に比べて優位性があり、他の

計測手法では観察できない顕微鏡像が取得できる。試料

表面から再放出された陽電子を結像・拡大する再放出陽

電子顕微鏡（PRM）は、試料表層に空孔型欠陥やボイ

ドなどの陽電子捕獲中心が存在すると、その部分だけ陽

電子が再放出されないため、画像にコントラストが付く

ことにより、陽電子捕獲中心（原子空孔）の二次元分布

を可視化する装置である。しかし、PRM は画像取得に

長時間必要という問題があり、実用化がなされて来なか

った。この技術課題を解決するため、本研究では、電子

線形加速器による高強度陽電子パルスビームを用いた

PRM 装置の開発を行っている。本年度は、PRM 装置

の設計および加速器により生成した低速陽電子ビームを

PRM 装置に導入するためのビーム輸送・集束系の設計

と構築を行った。 

 PRM 装置の設計では、試料表面から再放出された陽

電子が対物レンズ、投影レンズで構成される静電レンズ

を通過し、マイクロチャンネルプレートに結像するまで

の軌道を SIMION コードにより計算し、各静電レンズ

への最適な印加電圧を探索した。この計算を基に PRM
の静電レンズの印加電圧を決定し、高圧電源の導入を行

った。さらに、本研究を推進するため低速陽電子ビーム

ラインに PRM 専用のビームラインを建設するとともに

陽電子ビームの輝度を増大させるため、ビーム径を約

1/10に集束する電磁レンズの設計を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子、顕微鏡、空孔型欠陥 

 

［研 究 題 目］コヒーレント放射光を用いたテラヘルツ

波電子線分光の研究 

［研究代表者］清 紀弘（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］清 紀弘、小川 博嗣、高橋 俊晴、 

早川 建、田中 俊成、早川 恭史、 

中尾 圭佐、野上 杏子、稲垣 学 

（常勤職員2名、他7名） 

［研 究 内 容］ 

 テラヘルツ波を用いたナノ秒スケールの動的吸収分光

測定を可能にする技術として、テラヘルツ波電子線分光

法を考案した。本研究では、テラヘルツ帯のコヒーレン

ト放射光（CSR）を利用し、この新たな分光法の実証

を行っている。 

 京都大学原子炉実験所 L バンドライナック下流に昨

年度構築した CSR 発生システムを利用した。四重極電

磁石ダブレットを使用して電子ビームを偏向磁石間で極

小にし、CSR スペクトルを計測したところ、CSR 強度

が最大になる波長は3mm 付近であることがわかった。

そこで CSR と電子ビームの逆コンプトン散乱光子が可

視域に発生するように、テラヘルツ波電子線分光実験は

約19MeV の電子ビームエネルギーで実施した。高感度

光電子増倍管を使用して逆コンプトン散乱光子スペクト

ルを計測し、CSR スペクトルを利用して評価したスペ

クトルと一致していることを確認した。さらに、テラヘ

ルツ波電子線分光にて有機材料の吸収スペクトルを計測

したところ、干渉計による測定結果と一致した。こうし

て、バックグラウンドの少ないテラヘルツ波電子線分光

が CSR を利用することで実施できることを実証した。 

 また、日本大学電子線利用研究施設の S バンドリニ

アック LEBRA にて観測された CSR の特性を調べ、国

際誌に報告した。テラヘルツ波電子線分光に必要なテラ
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ヘルツ波輸送技術を開発し、実験室でテラヘルツ波が利

用可能になった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、コヒーレント放射、放射光、

逆コンプトン散乱 

 

［研 究 題 目］イオン価数弁別可能な超高速超伝導ナノ

ストリップライン分子検出器の開発 

［研究代表者］全 伸幸 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］全 伸幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 飛行時間型質量分析法（ Time-Of-Flight Mass 
Spectrometry; TOF MS）は、低分子から高分子に至る

広い質量範囲を、質量ごとのスキャンを必要とせずに一

度に計測することのできる優れた質量分析法である。し

かしながら、高分子側の検出感度が、従来から用いられ

ているマイクロチャンネルプレート（Microchannel 
Plate; MCP）検出器によって制限されてきた。一方、

超伝導検出器は、分子が検出器表面に衝突した際に励起

される格子振動（最大でも数十 meV）を検出原理とす

るため、分子が数十 keV 以上のエネルギーを持って飛

行する TOF MS においては、分子量に制限されない

100%の検出感度を実現することができる。 

 さらに、従来の TOF MS では、分子の質量電荷比

（m/z）が得られるのみであり、例えば1量体の1価イオ

ン（質量 m、価数 z＝1）と2量体の2価イオン（質量2m、

価数 z＝2）を区別することは不可能であった。イオン

価数弁別を可能にする超高速応答の超伝導ストリップイ

オン検出器が実現されれば、生体内で重要な機能を持っ

ているタンパク質複合体やアミロイド病の原因とされて

いる凝集体の分析を、従来の高い質量精度を保ったまま

分析することができるようになり、学際的・社会的イン

パクトは大きい。 

 本研究では、2mm 角の超伝導ナノストリップ検出器

を作製し、分解酵素であるリゾチームの飛行時間と出力

波高値の同時計測を行った。検出器は1.2ns という高速

応答性を示し、また、リゾチームの1価イオンと2価イオ

ンの波高値が分離されるという革新的な結果が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］質量分析、検出器、超伝導、価数弁別、

価数分離 

 

［研 究 題 目］位相制御レーザーパルスによる液相中分

子の量子制御と物質濃縮への応用 

［研究代表者］大村 英樹 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大村 英樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 レーザー光を用いて物質の量子状態や量子ダイナミク

スを直接操作し、物性や機能を制御しようとする量子制

御（またはコヒーレント制御）に関する研究が近年精力

的に行われている。これまでに我々は波長の異なるフェ

ムト秒光パルスを重ね合わせ、その相対位相を精密に制

御した位相制御光による異方的トンネルイオン化とそれ

に基づいた分子配向制御を世界に先駆けて実現し、位相

制御光と気体分子との相互作用は位相に強く依存する多

彩な量子現象を示すことを明らかにした。位相制御光は

従来の光とは本質的に異なった性質を持っているため、

光の位相に関わる新しい量子現象の観測、さらに位相制

御光を用いた物質制御の新しい方法論を提示できる可能

性がある。 

 本研究課題の目的は、位相制御光と物質との相互作用

による量子現象の探索をこれまでの気体分子から固体表

面に展開することである。具体的には以下のとおりであ

る。（1）位相制御光と固体表面および固体表面に担持さ

れた分子との相互作用によって引き起こされる量子効果

を系統的に探索・分類し、総合的な理解をする。（2）位

相制御光を用いた新しい方法論に基づく物質操作法とし

て、位相制御レーザーパルスによる液相中分子の特定分

子の選択イオン化による破壊とそれに基づく化学物質の

濃縮を試みる。 

 本年度は、フェムト秒過渡吸収2色性測定装置で位相

制御レーザーパルスによる液相中分子の異方性トンネル

イオン化の観測の実験を行った。ヨウ化メチルを対象分

子として実施した実験で、レーザーの位相に依存する現

象を観測観測することに成功した。この現象と異方性ト

ンネルイオン化による配向分子選択効果との関連解明に

は、さらなる実験と解析が必要であることを示した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］量子制御、コヒーレント制御、位相制御

レーザーパルス 

 

［研 究 題 目］コンビナトリアル手法を取り入れた照射

環境下での経年劣化現象の解明・評価技

術研究 

［研究代表者］大島 永康 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］大島 永康（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、原発機器構造物の照射環境下での経年劣化

現象の機構解明を効率的に行うための“コンビナトリア

ル法”を取り入れた非破壊評価技術を開発するものであ

る。コンビナトリアル法とは試料作製と特性評価を高効

率・高精度に行う強力な実験手法で、元素濃度・損傷度

等を多条件含む試料を1度に作製し、走査型プローブに

よる非破壊特性評価を行うことで、極めて効率良くデー

タを取得できる。さらに同時作製・評価により実験値の

ばらつきが低減される。この概念に基づき、本研究では

モデル合金単結晶の重イオン照射と電子・陽電子・X 線
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等のマイクロビームの走査による物性評価を実施する。

このうち、産総研では、陽電子マイクロビームを用いた

非破壊評価技術の開発を行う。 

 本年度は、イオンビームの照射時間を調整することで

損傷度を変化させた純鉄薄膜をモデル試料として、陽電

子マイクロビームによる非破壊評価試験を行った。試験

の結果、試料中の陽電子寿命が損傷度に依存することが

確認され、陽電子マイクロビームが、薄膜金属試料の非

破壊評価に有効であることが解った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子マイクロビーム、照射損傷、コン

ビナトリアル法 

 

［研 究 題 目］有機電子材料の非占有軌道の電子状態と

非局在性の観測手法の開発 

［研究代表者］池浦 広美 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］池浦 広美（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 有機分子が電気伝導性を示すためには、隣接する分子

間を電子が自由に動く必要がある。そのため、分子設計

においては分子間での軌道の重なりや電子の動きやすさ

に関する情報が不可欠である。本課題では、我々が提案

した内殻正孔寿命（フェムト秒からアト秒）を利用した

伝導電子の動的計測手法を、電荷移動により電子が不足

した軌道（HOMO）や非占有軌道（LUMO）などの、

他の計測法では観測することが困難な空軌道（伝導帯）

の非局在性（電子の動きやすさ）に関する情報を得ると

ともに、新たな計測手法として確立することを目的とす

る。 

 前年度はポリチオフェンや電荷移動錯体などの電子移

動の計測を行ったが、ポリチオフェンでは伝導帯上で速

い電子移動は観測されなかった。今年度は、ポリチオフ

ェンよりも高い伝導性をもつことで知られるポリ(3-ヘ

キシルチオフェン-2,5-ジイル) (レジオレギュラー)の

計測を行った。これまではバンドが形成されやすい微結

晶からなる多結晶粉末の試料で計測を行っていたが、有

機分子は異方的な電子輸送特性を持つため分子配向制御

が課題の一つとなっている。そこで、今年度は、有機配

向膜の作製に加え、放射光の偏光特性を利用した分子配

向の評価を開始した。偏光依存性の結果から分子が配向

していることは確認できたが、X 線の吸収ピーク（非占

有軌道）の重なりと、従来受け入れられてきたピークの

帰属にも問題点が見つかり、分子配向の詳細な情報を得

るためには、新たに解析手法を構築する必要がでてきた。

そこで、X 線吸収分光法の偏光測定とオージェ電子分光

法を組み合わせ、遷移モーメントを利用した3次元解析

手法を構築し、πスタックしたキャスト膜の配向評価を

行った。ポリヘキシルチオフェンにおいても微結晶およ

び配向膜共に速い電子移動は観測されなかった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］電子状態、放射光、オージェ電子、有機

導体、X 線吸収分光、電子移動 

 

［研 究 題 目］二成分系ガスハイドレートのケージ占有

性とゲスト－ホスト間相互作用 

［研究代表者］竹谷 敏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］竹谷 敏、藤久 裕司（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質材料におけるガス吸着量や、結晶中に包接され

るガス量、および、結晶の特性を計測・評価する技術の

確立を目指している。本研究では、環境・エネルギー分

野において期待されているガスハイドレートのうち、

CO2や CH4が他種のゲスト分子と一緒に包接されるガス

ハイドレートを対象とし、ケージ内でのゲスト分子の分

布状態、分子数を決定するための測定、解析手法を確立

することを第一の目標とし、確立した方法に基づき、水

分子で囲まれた結晶中のナノスペースでのガス分子と水

分子との相互作用を理解し、ガスの貯蔵メカニズムを明

らかにする。 

 今年度は、低温粉末 X 線回折測定により、炭化水素

分子を包接するガスハイドレート試料の粉末 X 線回折

による精密構造解析を実施した。直接空間法で導出され

た初期データに基づき、炭化水素分子のケージ占有率、

および、ゲスト分子のケージ内での分布を明らかにした。

この結果が、分子動力学法による計算結果とも良い一致

が得らることが確認された。 

 また、低温型位相コントラスト X 線 CT 測定に関し、

共に水分子で構成されるガスハイドレートと氷とが複雑

に混在するような試料でも、内部構造撮影が可能な条件

が明らかとなった。さらに、同 X 線 CT 測定の結果か

ら算出される結晶の密度は、粉末 X 線回折法による解

析結果ともよく一致している。従って、この最適条件に

従った測定を行うことにより、従来の同一試料内のみで

の密度比較ではなく、異なる試料の非破壊測定の結果に

基づく密度比較が可能となった。 

 ここで用いた計測手法は、結晶構造および状態変化の

定量的評価技術として有効で、ますます重要性の増す軽

元素材料の計測・分析手法として有効である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］X 線構造解析、位相コントラスト X 線

イメージング、包接化合物 

 

［研 究 題 目］テラヘルツ領域での先駆的な円二色性・

光学活性計測手法の構築と検出への挑

戦 

［研究代表者］田中 真人 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］田中 真人、黒田 隆之助、平 義隆 

（常勤職員3名） 
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［研 究 内 容］ 

 本研究は近年飛躍的に進展するテラヘルツ領域におけ

る分光技術分野において、いまだ開発が進んでいない円

二色性・光学活性のような円偏光を用いた分光手法の先

駆的な構築を目的とするものである。上記計測手法の確

立によって、特にセキュリティや医療・バイオテクノロ

ジーなどの分野の発展に大きく寄与できる。本課題では

強い円二色性強度を示すと予想される螺旋構造を持つ物

質や重要性の高い模擬麻薬物質などを試料として世界初

の計測に挑戦する。 

 本年度はまずテラヘルツ領域において偏光を制御させ

るシステムならびにその偏光度を計測するシステムの構

築を進めた。これらはテラヘルツ領域に対応した面内回

転機構を有する直線偏光子、位相子等で主に構成される。

また併せて検出システムとしてショットキーダイオード

ならびにボックスカー積分器による高精度なパルス光強

度計測システムを構築した。 

 このシステムを用いて、コヒーレント遷移放射から発

生される高強度テラヘルツ光の偏光状態を直線偏光およ

び円偏光状態に制御するとともに、その偏光度の観測に

成功した。なお上記実験では当所で整備している S バ

ンド小型加速器を光源として利用した。次年度は本シス

テムを基にした円二色性・光学活性計測システムの開発

をその端緒の計測を目指す。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］テラヘルツ、円二色性、光学活性、キラ

リティ、偏光分光、禁止薬物 

 

［研 究 題 目］糖鎖等の超高感度構造解析を目指した真

空紫外域での顕微円二色性計測装置の開

発 

［研究代表者］田中 真人 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］田中 真人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は微小量の抽出・合成しかできない糖鎖や希少

タンパク質(例えばアミロイドタンパク質、膜タンパク

質)など重要な生体分子の分子構造解析のための新規分

析手法として、円二色性分光装置と顕微装置とを組み合

わせた画期的な計測システムの開発を行うものである。

計測波長領域としてタンパク質の二次構造解析に広く利

用されている真空紫外領域をカバーできるシステムを構

築する。本研究の遂行を将来的には円二色性計測による

糖鎖や微量タンパク質の分子構造解析へとつなげていき、

これら生体高分子の構造解明による各種疾病の予防や治

療・製薬開発などへ貢献していきたいと考えている。 

 本年度は昨年度に開発した真空紫外円二色性計測シス

テムを改良し、微小量試料を計測するための縮小光学系

を組み込んだ装置の開発とその性能評価を行った。縮小

光学系として反射対物レンズを組み込み、光学調整を行

った結果、検出光のスポットサイズを通常の7mm 角か

ら40×80マイクロメートル角にまで縮小化することに成

功した。この縮小化光を用いても円二色性スペクトルの

大きな変化は観察されなかったため、縮小光学系を用い

ても正確な円二色性スペクトルが計測できることを証明

した。現状の計測波長領域は約150～300ナノメートル程

度であり、タンパク質などの生体分子試料の構造解析に

十分な波長領域をカバーできている。次年度は本装置を

駆使して、希少タンパク質や糖鎖試料の円二色性計測な

らびに構造解析を中心に研究を進める。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］円二色性、糖鎖、タンパク質、真空紫外

線、キラリティ、構造解析、分子構造 

 

［研 究 題 目］逆コンプトンγ線を用いた原子核共鳴蛍

光散乱同位体イメージングに関する基礎

的研究 

［研究代表者］豊川 弘之 

（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］豊川 弘之、大垣 英明、羽島 良一、

早川 岳人（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は税関や核廃棄物処理において要求されている、

隠蔽された任意の物質を測定する手段として、原子核共

鳴蛍光散乱（NRF）を利用した非破壊同位体イメージ

ングについて研究を行う。当該年度においては、高エネ

ルギー電子とレーザーの散乱によって生成した高エネル

ギー・準単色ガンマ線ビームを用いて NRF イメージン

グを試み、画像の取得に成功した。 

 具体的な成果としては、縦、横高さの寸法がそれぞれ

30mm×30mm×10mm の鉛同位体（208Pb を52.4%に濃

縮したもの）を厚さ15mm の鉄の箱に隠匿し、遮蔽体

中に隠された核物質を模擬した供試体を製作した。同供

試体に、エネルギー約5.6MeV のガンマ線ビームを照射

し、208Pb より放出される5.512MeV の NRF ガンマ線

強度を高純度 Ge スペクトロメータによって測定した。

同様の測定を、10mm 間隔で10数点繰り返し、2次元の

画像を得た。また NRF ガンマ線の減衰を解析すること

で、深さ方向の情報を得る事に成功し、3次元画像を得

た。共鳴散乱ガンマ線の測定手法に関して、GEANT4
（モンテカルロ法による計算コード）の導入を行った。

当該年度では、この GEANT4コードに原子核共鳴蛍光

散乱のサブルーチンを付加し、11B の2.12 MeV の励起

レベルに対して実験並びにその再現計算を行い、ピーク

の再現を見た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ガンマ線、原子核共鳴蛍光 

 

［研 究 題 目］格子画像の位相情報に基づく大型構造物

の高精度高速全視野変位・ひずみ計測法
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の開発 

［研究代表者］李 志遠（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］李 志遠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、大型構造物の事故や崩落等が問題視され、非破

壊で検査可能な全視野変位・ひずみ計測技術はますます

重要であり、現場で直ちに対応可能な計測技術の早期開

発が急務となっている。 

 本研究は、格子画像の位相情報を活用した革新的全視

野変位・ひずみ計測手法を開発するものである。今年度

では対象構造物表面の規則性模様の位相情報を有効活用

した高精度高速な全視野変位・ひずみ分布を測定できる

新しい計測手法の原理を確立し、以下の研究成果が得ら

れた。 

１．規則性模様を活用した変位計測法の開発 

 本研究では扱える格子模様を拡張し、大型構造物表

面に存在する任意の規則性模様（例えば建築物の外壁

タイル等）に対応できるような汎用性の高い全視野変

位計測法のアルゴリズムを考案した。ここではサンプ

リングモアレ法の間引きと輝度補間処理より得られる

複数枚の位相がシフトしたモアレ縞に対して、フーリ

エ変換を行う際に、従来の基本周波数成分のみならず、

高次の周波数成分までを考慮することで精度の向上を

図った。100mm ピッチのタイルを用いた精度確認実

験では、0.1mm の精度で微小変位分布を検出するこ

とができ、本手法が大型構造物の変位分布を得るのに

極めて有効な手法であることを確認した。 

２．動的ひずみ計測法の開発 

 本研究では変位情報を示すモアレ縞と空間情報を示

す元格子の両方の位相情報を同時に活用し、基準長不

要な動的ひずみ計測法を確立した。その有効性につい

てシミュレーションより確認した。 

３．変位・ひずみ計測精度の評価 

 様々な格子模様（矩形波形やタイル状波形等）と計

測条件下（ランダムノイズ、間引き数等）に対する本

開発手法の精度を評価できるシミュレータを開発した。

これを用いて理論的精度を検証した。その結果、高次

の周波数成分を考 慮することで、任意の規則性格子

に対して計測精度を向上できる効果があることを判明

した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］大型構造物、変位ひずみ計測、モアレ縞、

規則性格子、位相解析 

 

［研 究 題 目］固体 NMR による固体酸触媒材料の酸性

質の計測・評価 

［研究代表者］林 繁信（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］林 繁信、治村 圭子、小島 奈津子 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 多孔質材料における吸着、分離、触媒などの機能は、

細孔やメソ孔のサイズだけではなく、その内表面の性質

に大きく依存する。本研究では、多孔質材料における内

表面の性質を計測・評価する技術を確立することを目的

としている。機能として酸触媒機能に着目し、酸強度お

よび酸量の計測・評価を行う。手法として固体 NMR 法

を用い、酸性質を担う「水素」を直接観測するとともに、

分子をプローブとして細孔やメソ孔に導入してその分子

の挙動（吸着サイト及びダイナミクス）を固体 NMR 法

によって詳細に観測することにより、内表面の性質を評

価する。細孔もしくはメソ孔を持つ物質としては、ゼオ

ライトやその類縁化合物、メソポーラス物質を取り上げ

る。 

 今年度は、分子をプローブとして細孔もしくはメソ孔

に導入し、その分子の挙動（吸着サイト及びダイナミク

ス）を固体 NMR 法によって観測した。プローブ分子と

して、リン（P）を含む塩基性有機化合物、トリメチル

ホスフィンオキシド（TMPO）を用いて、多孔質材料

の内表面の酸性質を調べることを試みた。31P は天然存

在比100%であり、NMR において比較的感度の高い核

種である。また、化学シフト範囲も広い。従来から用い

られてきた溶媒を用いた方法（溶媒法）と我々が提案し

た気相法によりプローブ分子を導入して、TMPO の吸

着状態を固体 NMR 法により調べた。溶媒法では多孔質

材料によって溶媒が残留したが、気相法では溶媒の影響

をなくすことができた。また、気相法では、プローブ分

子の導入温度を上げることによってより均一に導入する

ことができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］固体 NMR、固体酸触媒、酸性質、計 

測・評価、多孔質材料、プローブ分子 

 

［研 究 題 目］水晶振動子型水素漏洩検知器の屋外使用

のための温度・湿度補正法に関する研究 

［研究代表者］鈴木 淳（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 温度変化をより高速かつ敏感に観測するため、水晶振

動子に何もカバーを付けない状態の測定子を用いた水晶

摩擦圧力計を用いて計測を行った。この水晶摩擦圧力計

及び隔膜圧力計の測定子、温湿度センサを恒温恒湿器中

に設置し、湿度一定の条件下で温度を変えて測定を行っ

た。湿度一定下で温度を10～60℃の範囲で変えると水晶

摩擦圧力計の指示値は温度の増加と共に変化した。一方

別途測定した水晶振動子の共振周波数は湿度一定の測定

条件では温度と良い相関があることからこの共振周波数

を温度のモニターとして用い、温度補正が可能であると

考えられる。この方法では指示値表示のための計算の過

程にこの共振周波数の情報を加えることによって温度の

代替として利用し、温度校正が可能であるが、今年度に
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おいてはその組み込みが間に合わなかったため、その代

替として Q ゲージの温度依存性を線型関数でフィッテ

ィングすることにより校正する方法について検討した。 

 温度校正は湿度一定条件での Q ゲージ指示値の温度

依存性の結果を用いて行った。Q ゲージ指示値の温度

依存性は15～50℃の範囲ではほぼ2次関数か3次関数でフ

ィッティングでき、これらのフィッティング関数から、

温度変化による Q ゲージ指示値の変化を求めることが

できる。そこでこの温度変化による Q ゲージ指示値の

変化量を相殺することによっての温度校正を行い、その

効果について水素漏洩検知の観点から評価した。その結

果15～50℃の温度範囲での温度依存性の実験結果では水

素濃度換算最大5.0vol.%の差異があるが、温度校正によ

ってそれぞれ2.4vol.%、1.6vol.%の差異にまで抑制する

ことができ、この方法での温度校正が有効なことが示さ

れた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］水素エネルギー（製造･吸蔵･貯蔵等）、

水素濃度計測、水素漏洩検知、燃料電池、

次世代自動車 

 

［研 究 題 目］化学分離を必要としない迅速な放射性ス

トロンチウムの絶対測定法の研究 

［研究代表者］海野 泰裕（計測標準研究部門） 

［研究担当者］海野 泰裕（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、放射性セシウムとの混在状態にある

試料中の放射性ストロンチウムの測定法を開発すること

を目標としている。既存技術では、前述の測定は複雑な

化学分離操作を必要としており、また放射化学平衡に達

するまでの時間が2週間程度かかることから、一般的な

検査において速やかに測定結果を示すことが困難である。

そこで、(1)4πβ−同時測定による全ベータ線放出率

の絶対測定、(2)ベータ線・ガンマ線同時検出条件によ

るセシウム134・セシウム137の分離測定、(3)全ベータ

線放出率からセシウム134・セシウム137の寄与分を差し

引く、という原理により純ベータ線核種である放射性ス

トロンチウムを測定する手法を開発した。研究期間（平

成24年度～平成25年度）において、測定原理を実証し、

本測定法による測定能力を明らかにすることを計画して

いる。平成24年度は、（a）試作機により測定原理を実証

し、（b）次年度に最適な測定器を設計するために、放射

性核種からのベータ線・ガンマ線の放出を模擬して測定

器の感度を計算するプログラムを開発した。この過程に

おいて、本測定手法における重要パラメータであるベー

タ線検出特性を詳細に調べている。一方で、ここで開発

されたプログラムは、一般的なガンマ線スペクトロメト

リによる放射能測定における補正値（試料内での自己吸

収、セシウム134のサムコインシデンス効果）を算出す

るために使用できる。これらの研究成果は、国際学会1

件、国内学会・研究会5件で発表した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射能測定、放射性ストロンチウム、化

学分離、福島第一原子力発電所事故、絶

対測定 

 
［研 究 題 目］ジョセフソン効果と量子ホール効果を基

準とした熱力学温度測定技術の開発 

［研究代表者］浦野 千春（計測標準研究部門） 

［研究担当者］浦野 千春、丸山 道隆、金子 晋久、

大江 武彦、堂前 篤志、福山 康弘、

山澤 一彰、丹波 純、山田 隆宏 

（常勤職員9名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年10月に行われた第24回国際度量衡総会の決議で、

国際単位系SIの熱力学温度の単位ケルビンの定義は、基

礎物理定数であるボルツマン定数を基にした定義となる

方向性となった。現行の定義と改訂後の定義との不一致

が最小限となるよう、現在多くの研究機関で各種の熱力

学温度計を使用し、現在の熱力学温度の定義からボルツ

マン定数を精密に測定するための研究が進められている。

我々のグループでは抵抗器の熱雑音から熱力学温度を求

める、所謂ジョンソンノイズサーモメトリー（JNT）に

よってボルツマン定数の精密測定を行う技術の開発に取

り組んでいる。 

 平成24年度は、ジョセフソン任意波形発生器が生成す

る量子電圧雑音信号を基準として水の3重点に置かれた

抵抗温度計の熱雑音を測定するシステムの作製をひとと

おり完了した。当初、量子電圧雑音のスペクトル強度が

周波数の増加とともに増大するという致命的な問題が発

生していたが、7月頃には解決した。その後、不要信号

の低減により、年末には定常運転に入ることができた。

年度末の時点で不確かさは目標値である7 ppm の10倍

程度であった。この結果は3月にドイツで開催された

CCT ミーティングで報告した。現在、測定を進めなが

ら不要信号の除去等、不確かさ改善のためのチューニン

グに取り組んでいる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］SI 単位、ボルツマン定数、熱雑音、ナ

イキストの定理、ジョセフソン効果、量

子ホール効果 

 

［研 究 題 目］二次元ダークフリンジ法による球体直

径測定原理開発とアボガドロ定数精密決

定への応用 

［研究代表者］倉本 直樹（計測標準研究部門） 

［研究担当者］倉本 直樹、藤井 賢一、藤本 弘之、 

早稲田 篤、水島 茂喜、東 康史 

（常勤職員6名）。 

［研 究 内 容］ 
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 アボガドロ定数は重要な基礎物理定数であり、シリコ

ン単結晶の密度、モル質量、格子定数の測定から求めら

れる。近年、質量の単位であるキログラムの基礎物理定

数による再定義のために、非常に高精度なアボガドロ定

数測定が求められている。アボガドロ定数測定高精度化

においては、密度測定のためのシリコン単結晶球体体積

測定高精度化が支配的な役割を果たす。そこで本研究で

は、１．新たな球体直径測定原理（二次元ダークフリン

ジ法）に基づく、シリコン単結晶球体体積高精度測定用

レーザ干渉計の開発、２．アボガドロ定数の世界最高精

度（2×10-8）での決定、を目的とする。 

 この目的のために以下の研究開発を平成24年度に実施

した。 

１．二次元ダークフリンジ法による球体直径測定原理開

発および光学部品の最適化 

 二次元ダークフリンジ法開発に必要な高速度カメラ

の仕様を検討し、干渉縞を高速度かつ低ノイズで撮像

可能な特殊ウェッジ角ガラス基板を備えるカメラを購

入した。また、新たな干渉縞解析法を開発した場合の

球体体積測定高精度化およびアボガドロ定数決定への

影 響 を ま と め 、 精 密 電 磁 気 計 測 国 際 会 議

（CPEM2012）で発表した。また、球体体積測定の

理論的解析に関する論文を英文誌 Metrologia で発表

した。 

２．アボガドロ定数決定に必要な各測定の精度検証 

 平成26年度に実施予定の28Si 単結晶球体の体積測定、

質量測定、表面分析及び格子定数均一性評価に備え、

各測定の精度検証を行った。格子定数均一性評価につ

いては測定精度の向上のため複合屈折レンズシステム

を導入し、精度評価の概要を高エネルギー加速器研究

機構物質構造研究所サイエンスフェスタ第30回フォト

ンファクトリーシンポジウムで発表した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］基礎物理定数、アボガドロ定数、光周波

数制御 

 
［研 究 題 目］振動子による二種混合気体の粘性計測 

［研究代表者］黒河 明（計測標準研究部門） 

［研究担当者］黒河 明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 気体中で振動する水晶振動子センサの共振周波数

(Fo)・共振インピーダンス（Zo）が、その気体の粘性

(η)・気体の平均分子量（M）・圧力（P）と相関があ

ることを利用し、Fo や Zo の測定を行って気体粘性を

測定する手法の開発を行った。この計測手法の特徴は、

被測定気体の圧力変動の影響を受けることなく粘性を計

測することができることにある。これまでに圧力（P）
を別途測定すると気体の平均分子量も計測できることを

明らかとし、これにより気体の粘性（η）と平均分子量

（M）の同時計測を可能とした。本年度は、幅広い圧力

範囲にわたって精度よく測定ができるようにするため、

下記の研究を行った。 

１．振動子センサの安定性を阻害する要因調査： 

 大気中に長期保管したセンサは、固有振動数が次第

に低下する傾向があることがわかった。Au 保護層の

ピンホールからの酸化機構が推定されていたが、さら

に各種表面分析を実施し、センサの表面組成や深さ方

向の解析を行って酸素暴露の影響を調べた。その結果

Cr が表面に析出していること、表面の Cr が酸化し

ていること、Au 層にも Cr が存在することがわかっ

た。耐酸化性を向上させるため、センサ表面に耐酸化

保護膜を形成した。その評価手法を開発した。 

２．気体粘性計測装置のセンサ温度の安定化向上： 

 これまで真空付近と大気圧付近ではセンサの温度制

御精度が異なっていた。センサ部の熱伝導を考慮した

計測部を開発した。被測定気体の圧力が大気圧から真

空まで変化してもセンサ温度が一定に維持されるよう

になり高精度計測が可能となった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］気体、粘性計測、振動子 

 
［研 究 題 目］新たな放射能絶対測定法を用いた PET

装置の定量性向上に関する研究 

［研究代表者］佐藤 泰（計測標準研究部門） 

［研究担当者］佐藤 泰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 陽電子放出断層撮影装置（以下、PET）は、定量性

の高い画像診断装置および分子イメージング装置として

考えられているが、相対測定を行っているので、定量性

の精度が不十分なままである。また、PET 装置、ウェ

ルカウンタ、核医学用電離箱のクロスキャリブレーショ

ンの定量性の精度も不十分なままである。 

本年度では、クロスキャリブレーションの定量精度向

上のため、新たに考案したクロスキャリブレーション用

溶液線源に適用できる放射能絶対測定手法である、反復

計算を用いる TDCR 法を、トリチウムの放射能絶対測

定に適用した。その結果、本方法においては、トリチウ

ムから放出されるβ線のエネルギー分布を文献値から参

照し、これに基づき、検出効率を反復計算により求め、

標準線源に依らない放射能絶対値が得られることを確認

した。この手法により放射能絶対値をもちいた、クロス

キャリブレーションが可能になると考えられる。 

また、PET 装置校正に適用可能な点線源を製作する

装置として、揮発性のある放射性物質を含む放射性溶液

を原料とし、吸着ガスを流入できる装置が付いていると

共に、放射性ガスモニタを放射性ガス吸着槽のガス出入

り口それぞれに設置した気体循環装置のついた密閉容器

をもち、この密閉容器内で点線源及び点線源の構成部分

を製造することのできる点線源製造装置を新たに考案し、

特許出願を行うことができた。これに加え、DOI-PET
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装置や市販 PET 装置での放射能絶対測定に関する検討

を行い、適用可能であることを確認した。 

本研究開発をさらに進めることにより、既存装置を含

めた全ての PET 装置、ウェルカウンタ、核医学用電離

箱の測定の定量性が向上でき、核医学研究、生物科学研

究における計測基盤の向上にも資することができると期

待される。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］放射線、シミュレーション工学、PET、 

放射能絶対測定、定量性 

 

［研 究 題 目］ポルフィリン類化合物の X 線増感作用

に関する基礎的研究（平成23年度繰越） 

［研究代表者］高橋 淳子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高橋 淳子、三澤 雅樹、岩橋 均 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに、濃度（数µg/ml）のプロトポルフィリン

と数グレイの X 線照射処理により、光照射とは異なる

活性酸素種が発生することを見いだした。また、培養細

胞のコロニー形成能評価により細胞増殖能の阻害が促進

され、さらに、マイクロアレイを用いた遺伝子発現解析

によりリボソーム構成タンパク質の遺伝子群の発現が特

異的に抑制されることから、ポルフィリン類化合物の X
線増感作用が確認された。ポルフィリン誘導体は腫瘍細

胞親和性を有し光線力学的治療において既に臨床応用さ

れており、放射線療法において増感効果が得られれば、

深部低被曝悪性腫瘍の治療法として臨床に用いることが

可能となる。 

 本年度は増感効果を検証の為に、担癌動物の X 線増

感効果の評価の際に得られた腫瘍について、遺伝子発現

解析を行った。X 線照射単独と増感剤を使用して X 線

照射した場合では、明らかに遺伝子発現パターンが異な

ることから、X 線単独とは異なる作用機序により増感効

果が生じている可能性が示唆された。今後はさらに詳細

な遺伝子発現解析より増感作用機序の解明を行う。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線療法、X 線増感剤、ポルフィリン、

遺伝子発現解析 

 

［研 究 題 目］ポルフィリン類化合物の X 線増感作用

に関する基礎的研究 

［研究代表者］高橋 淳子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］高橋 淳子、岩橋 均 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 これまでに、濃度（数µg/ml）のプロトポルフィリン

と数グレイの X 線照射処理により、光照射とは異なる

活性酸素種が発生することを見いだした。また、培養細

胞のコロニー形成能評価により細胞増殖能の阻害が促進

され、さらに、マイクロアレイを用いた遺伝子発現解析

によりリボソーム構成タンパク質の遺伝子群の発現が特

異的に抑制されることから、ポルフィリン類化合物の X
線増感作用が確認された。ポルフィリン誘導体は腫瘍細

胞親和性を有し光線力学的治療において既に臨床応用さ

れており、放射線療法において増感効果が得られれば、

深部低被曝悪性腫瘍の治療法として臨床に用いることが

可能となる。 

 平成24年度は、平成22年度－23年度に行った、ポルフ

ィリン類化合物の選択、および担癌動物実験の結果を基

に、X 線励起によるポルフィリン類化合物増感法の最適

化および性能評価を行った。X 線照射時の増感作用は、

X 線単独の効果とのバランスによるものであり、増感剤

の投与経路、作用濃度等により異なる。そこで in vivo
におけるポルフィリンの腫瘍蓄積濃度の検討を行ったと

ころ、局所投与では投与後24時間でも、投与無しの場合

に比べて高濃度にポルフィリンが蓄積されるのが確認さ

れた。また増感剤投与後に10Gy の X 線照射を行い、3

ヶ月後および6ヶ月後に X 線照射部位の病理標本を用い

た病理学的観察により長期毒性の可能性の検討を行った

ところ、顕著な毒性は見られなかった。急性毒性につい

ては前年度の評価により顕著な毒性がみられていない。

これらの結果および、X 線増感治療法は治療に用いる可

能性が示唆された。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］放射線療法、X 線増感剤、ポルフィリン、

遺伝子発現解析 

 
［研 究 題 目］超伝導、常伝導ハイブリッド構造を持つ

単電子トランジスタによる電流標準の研

究 

［研究代表者］中村 秀司（計測標準研究部門） 

［研究担当者］中村 秀司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、超伝導／絶縁体／常伝導／絶縁体／

超伝導（SINIS）接合構造をもつ単電子トランジスタを

用いて直流電流標準を実現することである。電流値を正

確に測定することは、構造の微細化が進み微小な電流を

測定することが求められる現在のエレクトロニクスにお

いては必須な技術である。これまでの電流標準は、ジョ

セフソン電圧標準および量子ホール抵抗標準を用いて間

接的に実現されてきたが、本研究では、SINIS 接合構

造を持つ単電子トランジスタを用いることにより直接的

に電流の標準を実現し、実現した単電子トランジスタを

並列に組み合わせることで、ナノテクノロジーなどにお

いて重要性が増している数 pA～数 nA の電流標準の確

立を目指している。本年度は、超伝導／絶縁体／常伝導

／絶縁体／超伝導構造を持つ単電子トランジスタを作製

し、単電子ポンプを行うことによって数 fA～百 pA の

電流を生成することに成功した。生成電流の温度依存性
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を調べることで、生成電流の不確かさの要因の一つが外

部雑音による電子温度の増加であることを突き止めた。

この外部雑音を取り除くため、高周波フィルタを自作し、

電子温度を下げることで不確かさを低減することに成功

した。また駆動した単電子トランジスタを並列に組み合

わせ、同時に駆動することで電流の増幅を行った。その

結果、数百 pA の電流を単電子ポンプで生成することに

成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］電流標準、単電子トランジスタ、微小超

伝導接合 

 

［研 究 題 目］高速クラスターイオン照射による非線形

的2次イオン強度増大効果の解明 

［研究代表者］平田 浩一（計測標準研究部門） 

［研究担当者］平田 浩一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、2次イオン強度に及ぼす単原子とクラ

スターイオン照射の比較測定を中心に追加実験を行い、

これまでの実験結果と合わせて、成果のまとめを行った。 

 その結果、高速クラスターイオン照射による2次イオ

ン生成では、次のような特徴があることがわかった。単

原子およびクラスター炭素イオン（0.5 MeV/原子-C1

および C4、（0.1～0.5 MeV/原子-C8））、C8とほぼ同じ

質量である単原子 Mo 重イオン（4～14 MeV）をポリ

チロシン薄膜に照射した際に放出された当試料表面の化

学構造分析に有用な2次イオン種の量を例とすると、

(1)1次イオンを同速度で照射しても、クラスター数が増

加すると入射原子当たりに生成する2次イオン量が増加

する、(2)同種のクラスター照射に関して、入射エネル

ギーの増加により2次イオン量が増加する、(3) C8照射

では、同じ入射エネルギーの Mo と比較して2次イオン

強度が数倍程度高く、また、数分の1程度の入射エネル

ギーで Mo と同程度の2次イオン強度を得ることができ

る、(4)クラスターイオン照射では、単原子炭素イオン

照射時に観測される試料表面の帯電による負2イオン強

度の急激な減少が観測されない、である。 

 (1)～(3)は、高速クラスター1次イオンが高感度な有

機材料分析に有用であることを示し、(2)は、その高い2

次イオン強度には電子的エネルギー付与が大きく影響す

ることを示唆している。さらに、(4)は、クラスター1次

イオンでは、試料表面の帯電が抑制され、2次イオンが

安定的に放出されていることを示している。このように、

高速クラスター1次イオンでは、高い電子的エネルギー

付与に加えて、帯電の抑制により、安定的に高い2次イ

オンを得ることができる。この高速クラスターの優位性

は上記条件に限られたものではなく、C60イオン照射等

でも観測された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］クラスター、2次イオン分析 

［研 究 題 目］低熱雑音光共振器を用いた超安定化レー

ザーの開発 

［研究代表者］保坂 一元（計測標準研究部門） 

［研究担当者］保坂 一元、稲場 肇、渡部 謙一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光格子時計における時計遷移励起用レー

ザの線幅狭窄化実証のため、熱雑音の極めて少ない新型

光共振器を用いた超安定化レーザの開発を目指す。 

 光共振器における熱雑音の影響を抑制するためには、

長い共振器が有効であるが、この場合、実験室の振動の

影響を大きく受け、レーザの短期周波数安定度が光共振

器の変形によって制限される可能性がある。この問題を

解決するために、できるだけ剛性が高く、室温付近で熱

膨張が小さな材料が望まれる。 

 我々は、低熱膨張セラミックをスペーサーに用いた光

共振器を作製し、セラミックの熱的特性を詳細に調べた。

この結果、このセラミックは熱膨張係数が0になる温度

（zero crossing temperature : ZCT）が、16.4(1)℃

に存在すること。また、ZCT 近傍で温度変化に対する

熱膨張係数の変化が、低熱膨張ガラス（ultralow 
expansion glass: ULE glass）に比べて約5倍大きいこ

とが分かった。このセラミックは、高い剛性を備え、熱

膨張が比較的小さいことから、熱雑音軽減を目的とした

長い光共振器に極めて有望な材料であることが明らかに

なった。 

共振器長の長いセラミック光共振器が垂直方向の加速

度を受けた時、鏡中心の共振器軸方向の変位を有限要素

法により計算し、その影響を見積もった。この結果、セ

ラミック光共振器の垂直加速度に対する感度は、ULE
ガラス光共振器のそれと比べて、約半分であることが分

かった。セラミックスペーサー（長さ0.6 m、直径0.2 

m）を用いた場合の、振動に対する周波数変化の感度は、

13.6 kHz/（g mm）と見積もられ、この値は十分に小

さいことが分かった。（光共振器の振動に対する感度に

関して、これまで報告された値の中で最小のものと同程

度である。）このセラミックをスペーサーに用いて、ブ

ラウン運動の効果を抑制し、熱雑音を低減した次世代光

共振器が可能になると考えられる。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、光共振器、超安定化レーザ 

 
［研 究 題 目］MEMS 式熱量計によるナノ粒子の比熱

測定と低次元系比熱理論への実験的アプ

ローチ 

［研究代表者］阿部 陽香（計測標準研究部門） 

［研究担当者］阿部 陽香（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、MEMS（Micro Electro Mechanical 
Systems）技術を用いた断熱型熱量計を開発し、ナノ粒
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子等の直接的な微小熱容量測定を実現することにより、

低次元系における物質の熱的性質を明らかにすることで

ある。平成24年度は、これまで研究されている MEMS
式センサの調査研究を基に、MEMS 式熱量計に適した

温度センサ、ヒータ、サーモパイルなどの形状・構造の

検討を行い、熱量計の設計に着手した。また、断熱制御

に必要な PID 制御をソフトウェア方式にすると共に、

リアルタイム自動制御可能な比熱容量計測システムの整

備を進めた。 

 さらに今年度は、示差走査法によるバルク、薄膜、微

粒子の比熱測定を実施した。対象試料と標準物質との比

較測定により熱容量を算出する示差走査法は、比熱の簡

便な測定法として広く用いられている。この方法による

薄膜、微粒子等の比熱測定を検証することは、今後、本

研究を進めるにあたり有用な情報となる。今回は、モリ

ブデンのバルク、薄膜（厚さ383 nm）、微粒子（粒径＜

100 µm）を用いて、同条件下での測定を行なった。結

果より、バルクでの測定と比較して、薄膜、微粒子での

測定のばらつきは非常に大きく、従来の汎用的な測定法

では評価が難しいことが明らかとなった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］比熱容量、微粒子、MEMS、熱量計 

 
［研 究 題 目］イッテルビウム光格子時計における青方

魔法波長の探索 

［研究代表者］安田 正美（計測標準研究部門） 

［研究担当者］安田 正美、赤松 大輔 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、イッテルビウム（Yb）光格子時計のさ

らなる不確かさ低減のために、Yb 原子の青方離調魔法

波長を探索することを目的とする。魔法波長とは、時計

遷移周波数に対する最大の摂動要因であるドップラーシ

フトを抑制するために原子を空間的に強く束縛しながら

も、それに対する1次光シフトの影響をキャンセルでき

る光格子レーザ波長のことである。従来の赤方光格子と

は逆に、正に離調をとる青方光格子の場合には、原子は

光電場強度がゼロの点に捕獲されるため、従来の魔法波

長では除去できない高次光シフトによる不確かさを低減

できる。 

 本年度は、時計レーザ周波数を時計遷移に安定化し、

さらに、光格子レーザ周波数を光周波数コムに安定化す

る等の改善を施したのち、171Yb 光格子時計の絶対周波

数測定に成功した。相対不確かさは、3.9×10-15であり、

これは2009年の測定不確かさの14分の1と大幅に改善で

きた。この測定結果は、国際度量衡委員会傘下の時間周

波数諮問委員会に報告され、米国 NIST での測定結果

とも合わせて、Yb 光格子時計は秒の2次表現に採択さ

れた。これにより、秒の再定義を目指した議論に大きく

貢献することができた。さらに、本研究課題である、青

方離調の光シフト用レーザ光源システム（外部共振器半

導体レーザ、テーパーアンプによる光強度増幅器、第二

次高調波発生用光共振器等）の開発を進めて、青色レー

ザ光の発生に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、魔法波長、高次光シフト 

 
［研 究 題 目］堆積物中ペリレンの新規指標物質として

の確立と検証 
［研究代表者］伊藤 信靖（計測標準研究部門） 
［研究担当者］伊藤 信靖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多環芳香族炭化水素類の一つであるペリレンは、世界

中の堆積物から普遍的に見つかっているものの、その起

源は未だ不明である。そこで本研究では、高濃度にペリ

レンを含む琵琶湖堆積物（NMIJ CRM 7307-a）を用い

て、その起源を明らかにする事を目的とした。 

 平成23年度の成果から、琵琶湖堆積物中に含まれる高

濃 度 ペ リ レ ン の 起 源 は 菌 根 菌 の 一 種 で あ る

Cenococcumgeophilum（Cg）の菌核粒子に由来するも

のと考えられた。その一方で、ペリレンを高濃度に含む

Cg の菌核粒子断片には、新鮮な菌核粒子に特徴的なア

ルミニウムがほとんど検出されず、その代わりにけい素

が検出された。このため H24年度は、ペリレン含有断

片に含まれるけい素の起源推定と構造推定を行った。 

 電子顕微鏡観察と H23年度の結果から、菌核粒子自

身が当初から構造中に含んでいる微量のけい素が断片中

けい素の起源であり、堆積物中での続成過程においても

断片形状を維持するのに大きな役割を果たしているもの

と考えられた。また、この断片は白色光下では大部分が

透明であり、有意な結晶構造も認められなかった。これ

らのことから、この断片中に含まれているけい素はオパ

ール状ではなく、石英ガラス状であるものと考えられた。

この構造により、ペリレンは堆積物中で長期間にわたっ

て保存されているものと推察された。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］ペリレン、堆積物、起源、琵琶湖、蛍光

顕微鏡、走査型電子顕微鏡 
 
［研 究 題 目］新規シス／トランス異性体分離法の開発

とそれを利用したトランス脂肪酸の高精

度分析 

［研究代表者］稲垣 真輔（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲垣 真輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ガスクロマトグラフィー（GC）による脂肪酸の分析

の際には、現在、メチルエステル化による誘導体化が圧

倒的に使用されている。しかしながら、この方法では検

出器として化学構造の同定能力に優れる質量分析計

（MS）を用いても、不飽和脂肪酸の二重結合の位置ま
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でを特定することは困難である。そこで、メチルエステ

ル化に替わる誘導体化法で構造・幾何異性体の GC によ

る分離に優れかつ MS による構造の同定にも寄与する

方法の開発、さらには食品中の脂肪酸の精確で迅速な分

析法の開発に取り組んだ。 

 得られた結果としては、研究代表者がこれまでに開発

した ESI-MS 測定において感度および同定能力を向上

させるための誘導体化法を用いたところ、得られた誘導

体の揮発性の問題から測定の際にカラム温度をその限界

付近まで上昇させねばならないことが明らかとなり、良

好な分離を得るという観点からはさほど効果的ではなか

った。一方で、ジメチルオキサゾリン化を適用したとこ

ろ、誘導体化反応に長時間要することや異性体間の分離

度がやや減少するといった欠点はあるものの、MS によ

る構造同定が容易であり、カラム温度の問題は生じない

ことが確認された。引き続き、同法の改良に取り組みた

い。 

 また、カラムの液相として、現在よく使用されている

シアノプロピルポリシロキサンに加え、高極性イオン液

体もまた有効であることを見出すことができた。さらに

は、高速 GC を活用することやオンカラム誘導体化試薬

を組み合わせて用いることにより、食品中に含まれるト

ランス脂肪酸分析の公定法（AOCS 法や基準油脂分析

試験法など）のハイスループット化について一定の成果

を得ることが可能であった。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］食品分析、脂肪酸、ガスクロマトグラフ、

誘導体化、幾何異性体（シス-トランス

異性体） 

 
［研 究 題 目］ナノ粒子の細胞内取り込み挙動解析を可

能とする単一ナノ粒子計測システムの開

発 

［研究代表者］稲垣 和三（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲垣 和三、藤井 紳一郎、宮下 振一、

高津 章子（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、我が国における産業及び医療分野におけ

る機能性ナノ粒子の開発競争力強化に資することを目的

として、金属含有ナノ粒子の細胞内取り込み及び溶解性

評価を可能とする単一ナノ粒子計測システムを新規開発

している。研究初年度である H24年度は、細胞内単一

ナノ粒子計測システムを具現化するため、①高時間分解

計測（時間分解<1 ms）を可能とする検出システムの構

築、②細胞直接導入インターフェースの大幅改良による

適用細胞サイズ範囲の拡張を実施した。 

① 高時間分解計測を可能とする検出システムの構築 

 過去のエアロゾル分解時間に関する研究から、ナノ

粒子のプラズマ内分解を捕らえるには、時間分解<1 

ms が必要だが、汎用装置では時間分解10 ms での測

定が限界であった。本研究では、装置メーカー協力の

もと、パルスカウンティングユニットを用いた直接信

号読み込みシステムを構築し、検出器からのパルスシ

グナルを直接読み込むことで時間分解50 µs の計測を

可能とした。本システムを用いることで、細胞及びナ

ノ粒子から短時間に生成するイオンを高感度に検出す

ることに成功した。 

② 細胞直接導入インターフェースの大幅改良による適

用細胞サイズ範囲の拡張 

 既開発の細胞直接導入インターフェースでは、噴霧

液滴の平均粒子径（<3 µm）未満の大きさの細胞しか

導入することができなかった。また、その導入効率も

30%程度であった。本研究では、細胞直接導入インタ

ーフェースのネブライザー形状の改良及び気化室部分

の再設計により、平均粒度3 µm 前後の細胞のみなら

ず平均粒度10 µm の細胞でもプラズマへの100%導入

を可能とした。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］細胞、ナノ粒子、多元素計測 
 

［研 究 題 目］先端光源を融合した超高分解能赤外分子

分光計の開発 

［研究代表者］佐々田 博之（慶應義塾大学） 
［研究担当者］稲場 肇、洪 鋒雷、保坂 一元 

（計測標準研究部門）（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 波長3 µm 帯には、吸収強度の大きな NH、CH、OH
などの水素化物の吸収があり、この波長域の高分解能高

精度分光研究は分子の基礎科学に大きく貢献している。

また、その遷移周波数は分子種毎に異なり、非破壊で遠

隔検知が可能であり、分析化学、大気化学、天文学、医

療まで様々な科学技術分野に応用されている。波長3 

µm 帯の分光計測には通常フーリエ変換赤外分光法

（FTIR）が使われ、そのスペクトル分解能は約100 

MHz である。一方、レーザを用いるとこれより高い分

解能が得られるので、FTIR では重なって観察されてい

た吸収線が分離され、スペクトルの同定や微弱な分子内

相互作用を知ることができる。本研究の目的は、高効率

な波長変換デバイスである光導波路型 PPLN、および

光周波数の高精度な物差しである光周波数コム（光コム）

の2つの光源技術と、光共振器吸収セルによる高分解

能・高感度検出技術を融合させることにより、従来のフ

ーリエ変換赤外分光法をはるかに凌ぐスペクトル分解能

10 kHz をもつ波長3 µm 帯の分光計を開発することで

ある。さらに、試作した装置を環境分野におけるアイソ

トープ分子種存在比の定量計測に応用し、装置開発にフ

ィードバックするとともに、装置の有効性・実用性等に

ついて評価、実証する。 

 本年度は、波長1.5 µm 帯用の高安定光共振器に半導

体レーザを安定化した。レーザ光を共振器に結合させ、
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昨年度製作した光コムを用いて既存の高安定レーザとの

ビート信号を観察し、周波数安定度、および線幅を測定

した。その結果、平均時間1秒において1～1.5×10-14の

周波数安定度を得た。また、この方法を用いて、光格子

中の Yb 原子の分光実験を行い、約20 Hz の線幅観察に

成功した。これは光コムが少なくとも20 Hz の絶対線

幅を持つことを意味し、本課題目標である10 kHz に余

裕を持って対応できるものである。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］光周波数コム、分子分光、分子分光計、

スペクトル分解能、スペクトル線幅、波

長3 µm 帯 
 
［研 究 題 目］高安定光共振器による光周波数コムの絶

対線幅狭窄化 

［研究代表者］稲場 肇（計測標準研究部門） 

［研究担当者］稲場 肇、保坂 一元、洪 鋒雷 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

（光コム）は、従来世界最先端のグループが大プロジ

ェクトを決行して、それでも限られた期間しか行えなか

った「光の周波数を測ること」を、定常的に行える技術

に変えた画期的なものである。これにより光周波数での

時間標準（光時計）が現実味を帯び、現在熾烈な研究競

争が繰り広げられている。この光時計では、高安定共振

器に安定化された線幅1 Hz 級の連続発振（CW）レー

ザ、いわゆる狭線幅化レーザが時計遷移の観察に必要で

ある。一般的には、時計遷移波長に相当する波長用の高

安定共振器が一種類の光時計に一つ必要である。 

本研究の目標の一つは、高安定共振器に安定化された

狭線幅化レーザ（波長1064 nm）を基準レーザとして用

いて、光コムを介して Yb 光格子時計の時計遷移波長で

ある578 nm に線幅を転送して時計遷移を観察すること

である。この技術により、高安定共振器が一つあれば可

視～近赤外全ての波長域で狭線幅化レーザを実現できる

ようになる。もう一つの目標は、高安定共振器に安定化

された狭線幅化 CW レーザを省略し、光コムを光共振

器に直接安定化することである。CW レーザを省略する

ことでより線幅伝達の経路が短くなり、我々の開発した

高速制御型光コムがもともと低雑音であること、および

制御帯域が1 MHz を超え、他のレーザでは実現するこ

とが難しいほど高速であることと相まって、信頼性の飛

躍的な向上、および高安定光共振器の安定性のより忠実

な光コムへの伝達による性能向上が期待できる。 
今年度は、まず波長1535 nm の CW レーザ（半導体

レーザ：LD）を高安定光共振器に安定化し、レーザ光

を共振器に結合させた。次に、既存の高速制御型光コム

を用い、既存の高安定レーザ（波長1064 nm）とのビー

ト信号を観察し、周波数安定度、および線幅を測定した。

その結果周波数安定度として、1秒平均において1～1.5

×10-14@1 s、そして10 Hz 以下の線幅を得た。またこの

方法を用いて、光格子中の Yb 原子の分光実験を行い、

約20 Hz の線幅観察に成功した。これは本課題の目標の

一つである。 
また、もう一つの目標である CW レーザを用いない、

光コムの共振器への直接安定化のため、オフセット周波

数をゼロにするための周波数シフター（AOM）を用意

し、LD からのレーザ光を AOM を介して共振器に結合

させる光学系を構築した。光コムの繰り返し周波数（約

46 MHz）は高安定光共振器の縦モード間隔（約1978 
MHz）の43分の1となっており、 
光コムを共振器に導入するための準備が完了した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］光周波数コム、高安定光共振器、狭線幅

レーザ、線幅1 Hz 級レーザ 

 

［研 究 題 目］環境動態解析のためのハロゲン化ナフタ

レン分析法の高度化 

［研究代表者］羽成 修康（計測標準研究部門） 

［研究担当者］羽成 修康（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目標は、一から八塩素化体の同族体を有する

塩素化ナフタレン（PCN）の全75異性体について、二

次元ガスクロマトグラフ質量分析計（GC×GC/MS）を

用いて詳細な分離分析を実施することである。当該年度

は、昨年度実施困難であった二から四塩素化体の異性体

に関して得られた詳細な分離分析結果を解析し、異性体

分離・定性情報を確定すること、及び PCN 分析条件を

臭素化ナフタレン（PBN）へ拡張することであった。

二塩素化体及び四塩素化体では、昨年度決定した一次元

目に光学異性体分割カラム（中極性）、二次元目に高極

性カラムを組み合わせた分析条件を若干変更することで、

詳細分離を実現し、また当該異性体の定性も可能となっ

た。この結果により、三塩素化体を除く異性体に関して

は、これまで分離が困難であったダイオキシン類似の毒

性値を持つ五塩素化体の異性体#52/60、六塩素化体の

異性体#64/68、#66/67及び#71/72の分離に成功したこ

とだけでなく、発生源特定のための指標として用いられ

る、市販製剤の主成分である二塩素化体の異性体#5/6
及び #7/11/12、四塩素化体の異性体 #33/34/37及び

#43/45の異性体組成を明確にできたため、リスク評価

の高精度化、及びこれまでの発生源特定に関する報告結

果の精査や発生源特定の高度化にも繋がった。また本手

法では、精密質量数が近接している安定同位体標識体

（いわゆるラベル体）四塩素化 PCN と二臭素化 PBN
の溶出位置が大きく異なり、相互に妨害物質にならなか

ったことを確認できたため、GC×GC/MS はより高精度

な PCN/PBN 一斉分析が可能な手法の一つであると考

えられた。 

［分 野 名］計測・計量標準 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(821) 

［キーワード］有害化学物質、環境分析、異性体分離、

二次元ガスクロマトグラフ質量分析計 

 
［研 究 題 目］常温下熱機械変位方式高速高感度光パワ

ー標準器の開発 

［研究代表者］雨宮 邦招（計測標準研究部門） 

［研究担当者］雨宮 邦招（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 先端光計測や光応用分野で用いられる受光素子は、広

い波長域に渡る分光量子効率の高精度な定量が求められ

ている。分光量子効率の基準器として用いられる電力置

換方式熱型検出器は SI 単位にトレーサブルな高確度光

パワー計測が可能だが、従来の熱電変換型温度検出方式

では応答時定数が数十秒と長すぎる点、及び光吸収部が

任意波長で一様な吸収率を保証しきれていない点等によ

り、所望の波長域での網羅的測定に不向きだった。これ

を克服すべく、熱型光パワー測定器のセンサ部に高速応

答と高感度を両立できる機械的変位検出方式を採用し、

また超低反射率と波長感度一様性を保証した光吸収体を

実現・実装して、国家標準レベルの高確度かつ常温で高

速読取可能な光パワー標準器の開発を目指した。 

熱型標準器の高速高感度化方式の評価と選定： 

熱型光パワー標準器の温度センサ部に採用する機械的

変位検出方式について、有限要素法による数値解析など

を元に応答感度、応答速度を評価し、その最適化設計の

探索を行った。温度上昇に伴う機械的変位発生法として

は、性能や製作・オペレーションの難易度も加味して、

熱膨張率の異なる2種類の材料を貼り合わせたバイメタ

ル方式を主に検討した。機械変位検出に特有のノイズや

電力置換の等価性も含めて評価した結果、有感面積5 

mm 角を有する並進変位の MEMS 構造で、従来器より

も応答感度・応答速度とも1桁以上の性能向上が見込ま

れる体系を見出した。一方、微小変位の検出法として当

初想定していた光てこ技術は、並進変位の検出には必ず

しも適切ではないため、ファブリペロ干渉計方式の変位

計測法を採用することとし、必要な測定系の整備に着手

した。 

波長感度一様性の高い光吸収体の原理検討： 

NiP ウルトラブラックの超低反射率および波長感度

一様性の原理解明を目指し、これまでの文献で公表され

ている表面構造や光吸収層のサイズ、黒化層の組成の情

報を元に、FDTD 法による光の伝播のシミュレーショ

ンを行った。その結果、光吸収体表面のピット構造のサ

イズ、アスペクト比、吸収層厚、基板材料、光入射角が

反射率に影響を与えることがわかり、実験的に得られた

反射率データを説明できる構造の存在を明らかにした。

また、可視から近赤外に渡っての波長感度一様性を保証

するための評価法についても提案した。本内容は論文と

して Applied Optics 誌に投稿し、受理・掲載された。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光カロリーメータ、光吸収体、レーザパ

ワー、計測標準 

 
［研 究 題 目］双方向波長多重信号による長距離光ファ

イバの位相安定化技術の研究 

［研究代表者］雨宮 正樹（計測標準研究部門） 
［研究担当者］鈴山 智也、渡部 謙一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 同期用の高精度タイミング信号はサイエンス、産業等

の多岐の分野において必要であり、光ファイバによる高

安定な供給が期待されている。課題は光ファイバ周囲の

温度変動等による位相変動を抑圧させることである。こ

のため位相制御用信号を一心の光ファイバに双方向に異

なる波長で伝送させることにより、光ファイバの位相変

動量を送信側で検出し、高精度に位相制御する方法の検

討を行った。試作した位相補償装置の性能評価の結果を

以下に示す。本装置は微調用ファイバストレッチャーと

粗調用ファイバスプールの組み合わせにより光ファイバ

長の位相変動を補償する構成である。ピエゾ式ファイバ

ストレッチャーによる位相補償の性能評価は、短尺ファ

イバと高速信号（10 GHz）を用いて平均時間1日でア

ラン標準偏差1e-19の安定度が得られ目標とした長期安

定性が得られた。次に長距離光ファイバの位相補償に必

要な粗調用ファイバスプール位相補償装置の作成とその

性能評価を実施した。本装置は断熱化した小型のチャン

バ内に設置したファイバスプールをペルチェ素子で温度

制御して位相を制御する。10 MHz の位相制御用信号

と位相制御用の40 km ファイバスプールを用いた実験

結果は、温度を-4℃～46℃の範囲で変化させることによ

り、出力位相を75 ns 変化させることに成功した。実際

に敷設された伝送路長100 km の光ファイバ最大位相変

動量は約50 ns であったため、実験で得られた75 ns の

位相補償量は長距離光ファイバの変動に十分対応できる

ものであることが確かめられた。このファイバスプール

補償装置による位相制御実験の結果は、平均化時間

10,000 s で1e-15と良好であった。また本研究の最終目

的であるファイバ長固定化システム（＝プラットフォー

ム）の評価に向けた試作を開始した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］計測工学、情報通信工学、クロック伝送、

タイミング信号、同期技術、周波数安定

度  

 

［研 究 題 目］液中分散ナノカーボン材料の分散安定化

機構の解明 

［研究代表者］加藤 晴久（計測標準研究部門） 

［研究担当者］加藤 晴久（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 安定な液中分散ナノ材料を作製するには、界面活性剤
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や錯体分子を分散剤として利用した液中で均一且つ安定

化させる方法が有効である。このとき高効率且つ最適な

分散剤添加量を決定するためには、定量的な分散剤吸着

量の計測評価と分散安定化機構の解明が必須である。本

研究では、とくに水中での分散が困難で会合性が高いナ

ノカーボンに焦点を当て、材料分散安定性に対するナノ

カーボンへの分散剤吸着量の相違・ナノカーボン／分散

剤会合体の構造変化の関係を評価することを目的とした。

H24FY では CNT に焦点をあて分散剤としては高分子

分散剤ならびに低分子分散剤を用いて分散検討を実施し

た。高分子分散剤としては牛血清由来タンパク質

（BSA）等、低分子分散剤としては Tween80等を用い

て分散を実施した。各分散剤での分散では超音波分散時

間、超音波パワー等の最適条件を検討し、粒径変動なら

びに光散乱強度変化から分散性評価を実施した。カーボ

ンナノチューブの分散剤による表面電位の違いについて

はゼータ電位を用いた検討した。結果、安定的に分散さ

れた分散液のゼータ電位値は、分散剤にかかわらずその

絶対値は小さく、安定性は粒子間の静電反発相互作用で

はなく、立体反発相互作用等がかかわっていることが

DLVO 理論より解明された。さらに PFG-NMR による

自由ならびに束縛分散剤の拡散挙動を評価し、各分散剤

の分散液中の挙動の違いについて検討している。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ナノ材料、粒径、ゼータ電位、拡散係数 

 
［研 究 題 目］R32を基本成分とする低 GWP 混合冷媒

の新たな熱力学モデル 

［研究代表者］赤坂 亮（九州産業大学） 

［研究担当者］粥川 洋平（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 冷凍空調分野においては、地球温暖化への寄与と、可

燃性や毒性、化学的な安定性、サイクルに対する熱力学

的な適性といった諸条件を満たす代替冷媒の実用化が近

年の課題となっている。そこで本研究では炭化水素より

も可燃性が低く、他のハイドロフルオロカーボン

（HFC）よりも地球温暖化係数（GWP）が低い R32に

着目し、この冷媒を含む混合冷媒の冷凍空調機器への適

性を目的とし、プロパン・イソブタン等の炭化水素、

R1234yf・R1234ze（E）等のオレフィン系冷媒等と R32

との2成分系混合冷媒に関する熱力学性質を実験的に求

め、ヘルムホルツ自由エネルギーの混合測に用いるパラ

メータを決定することにより、それぞれの混合系の熱力

学性質を計算可能な数値モデルを開発することが目標で

ある。 

初年度である平成24年度は、小型の気液平衡性質測定装

置を作成し、R32+R1234ze（Z）および R32+R134a 系

の気液平衡性質に関する予備データを取得した。また、

R32を含む混合冷媒の実測値情報を収集し、データベー

ス化を行い、R32と R1234yf や R1234ze（E）のような

低 GWP 冷媒との混合冷媒に対する混合モデルを検討し

た。これらの混合物は気液平衡の実測値以外にも、信頼

性が高い臨界点のデータが公表されており、本研究にお

いては、臨界定数の値も用いた新たなの最適化手法を開

発した。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］混合冷媒、R32、状態方程式、気液平衡

性質 

 

［研 究 題 目］生体マトリックス中タンパク質の高精度、

高感度定量法の開発 

［研究代表者］絹見 朋也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］絹見 朋也、中島 芳浩 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題は、血清など生体マトリックス中の特定の

タンパク質を、高い選択性をもって高精度かつ高感度に

定量する手法の開発を目的とする。定量対象とするタン

パク質の配列にアミノ酸点変異を導入した組換体タンパ

ク質を内標準として用い、プロテアーゼ消化によって得

られた試料由来および内標準由来ペプチド（標的ペプチ

ド）を LC-MS/MS により比較定量する方法である。定

量に用いるペプチドにアミノ酸点変異が入るよう内標準

を設計し、アミノ酸変異による質量差を利用して、同位

体希釈法と同様に試料由来ペプチドと内標準由来ペプチ

ドを区別する。従って同位体希釈質量分析法と同等の感

度と精度が期待できる。本課題では、血清中低濃度 C
反応性タンパク質（CRP）や血清中成長ホルモンなど

臨床化学の分野に重要なタンパク質の精密定量に応用す

る。 

 24年度は、血清中の C－反応性タンパク質（CRP）
定量のための内標準となる点変異を導入した CRP の調

製、および血清から CRP の精製およびプロテアーゼ消

化と LC-MS/MS の測定条件を検討した。 

１．変異導入 CRP は、ヒスチジンタグまたはシャペロ

ンとの融合タンパク質、およびヒスチジンタグのみを

付した組換体として得ることができた。 

２．変異導入 CRP のトリプシン消化物を LC-MS/MS
により解析し、変異を導入したアミノ酸を含むペプチ

ドが十分な感度で測定できることを確認した。また、

プロテアーゼ消化ののちに LC-MS/MS により CRP
由来の目的のペプチドを検出することができた。これ

により、血清中 CRP および血清に添加した内標準

CRP に由来するペプチドの相対比測定が可能となっ

た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］タンパク質、質量分析、定量分析、臨床

化学 
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［研 究 題 目］超電導放射線検出器を用いた新しいバイ

オマス度測定装置の開発 

［研究代表者］佐藤 泰（計測標準研究部門） 

［研究担当者］佐藤 泰、福田 大治（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 地球温暖化防止に向けて、温室効果ガスの削減が推進

されているところであるが、この一環として、バイオマ

ス燃料やバイオマスプラスチック等の利用促進が行われ

ている。これらのバイオマス製品を人々が安心して利用

し、不正品の流通を抑制して、温室効果ガス削減を達成

するには、製品のバイオマス成分の混合比（バイオマス

度）を検証することが必要である。本研究開発では、従

来法と異なる新しい測定手法により、製品のバイオマス

度を、比較的安価な装置で高精度に測定できるようにす

ることを目的としている。これにより、人々が安心して

バイオマス製品を利用できる基盤を確立できる。 

本年度においては、バイオマス測定用超電導転移端放

射線検出器の設計を行った。EGS5MPI モンテカルロコ

ードを用いて、バイオプラスチックと接続したバイオマ

ス測定用超電導転移端放射線検出器について、これらに

対する C-14から放出されるβ線の挙動をシミュレーシ

ョンするプログラムを作成し、これらに付与されるエネ

ルギーを計算した。その結果、本検出器は C-14をほぼ

100%の検出効率で、測定できることが確認できた。ま

た、バイオマスプラスチックの中にカーボンナノチュー

ブを混合することによる、β線検出における本検出法の

時間応答特性の向上について検討を開始した。 

これに加え、バイオマス測定用超電導転移端放射線検

出器によるバイオプラスチックのバイオマス度測定のた

めに必要な、低温環境構築のための冷凍機の整備を行う

とともに、試験用超電導転移端放射線検出器の整備を行

った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］バイオマス、超電導放射線検出器、β線、

シミュレーション工学、EGS5MPI 
 
［研 究 題 目］陽電子寿命測定法を用いた構造物の疲労

検査装置の開発 

［研究代表者］山脇 正人（計測標準研究部門） 

［研究担当者］山脇 正人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 陽電子寿命測定法は転位等の原子欠陥レベルの超微細

空孔の高感度検出が可能であり、材料の分析研究に用い

られている。近年インフラの劣化が問題視されており、

構造物の安全性が求められている。例えばショットピー

ニング加工という金属材料に鋼球を打ち付け材料表面を

硬化させる技術では、破壊寿命を最大600倍にできると

いわれている。しかし、現場でショットピーニング加工

をおこなう場合、加工品質は作業者の技術等に依存して

しまうため、ショットピーニングの加工性を保証する手

段が必要である。そこで今回、構造物の“その場”測定

が可能なアンチコインシデンスを用いたノイズキャンセ

ル方式による陽電子寿命測定技術を用い、ポータブル型

のアンチコインシデンスシステムを開発し、陽電子寿命

測定システムの性能評価を行った。 

 アンチコインシデンスによるノイズキャンセル方式に

よる陽電子寿命測定法を行う場合、陽電子検出器を遮光

する必要がある。そこで今回 Na-22線源の密封材に、

Ti 泊を用いた密封線源を試作し、陽電子検出器の遮光

を行った。システム性能を評価したところ、ノイズとな

る長寿命成分が1%程度観察された。このノイズ成分は

アンチコインシデンスによるノイズキャンセルで弁別し

きれていない、シンチレータ由来の寿命成分であると考

えられる。今後、測定性能を向上させるとともに、この

1%のノイズの影響について計算評価により、フィッテ

ィング方法の検討を行う。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］陽電子寿命測定、非破壊検査、その場測

定、金属疲労、金属材料 

 
［研 究 題 目］光滞在時間の長い光 FP 共振器の新しい

制御信号取得とその応用 

［研究代表者］三代木 伸二（東京大学） 

［研究担当者］三代木 伸二、寺田 聡一（計測標準研

究部門）、内山 隆、大橋 正健 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、次世代重力波望遠鏡の光学的構成要素であ

る、フィネス1500程度の長さ3～4キロメートルという、

非常に長い光滞在時間を持つ Fabry-Perot 共振器を、

Pound-Drever-Hall 法によって得た線形信号を利用し、

かつ構成する鏡に直接に力を加えて位置制御することで

共振制御する際の、その非共振状態から共振状態への導

入自体の困難さ（Lock Acquire 問題）の克服を、同じ

Pound-Drever-Hall 法に基づきながら、既知の常識的

な変調周波数設定・復調位相を全く違う条件に設定する

などにより、その Lock Acquire 問題の原因の一つであ

ると考えられる「線型信号領域の狭さ」が大幅に拡大で

きることを理論的に考案したことを実際に実験で実証し、

Lock Acquire 問題を改善する。 

 理論的考察に於いて、本研究で用いる位相変調周波数

の偶数の高調波の周波数で復調した信号を加算すること

で、更なる線形信号領域の拡大が可能であることが判明

している。しかしながら、高調波の周波数での復調信号

は S/N が良くないため、本研究での実証実験では、基

本波の周波数で復調した信号のみで、Lock Acquire の

線形信号領域の拡大の実験をした。 

 共振器として、低温レーザ干渉計重力波アンテナプロ

トタイプ（CLIO）のモードクリーナー（MC）と呼ば

れる、基線長9.5 m、フィネス1700の三角共振器を用い
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た。通常の Pound-Drever-Hall 法とは異なる、周波数

で変調し、復調位相を調整することで、共振状態の線形

信号領域の拡大が確認できた。また、この信号を用いて、

MC を共振状態に Lock Acquire することが出来た。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］共振器、線形信号、高周波 
 
［研 究 題 目］音波と電磁波を用いた気体の複数物性同

時計測装置の開発 

［研究代表者］狩野 祐也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］狩野 祐也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 気体試料の多重物性計測装置の開発を目指して、無酸

素銅製の内径24 mm、長さ50 mm の円筒型キャビティ

を製作し、音波および電磁波共鳴測定システムを構築し

た。音波共鳴測定用としてコンデンサ型マイクロホンを

用い、円筒型キャビティ両端のフランジ中心部にキャビ

ティ内壁と同一面となるように取り付けた。また、電磁

波共鳴測定用として銅製セミリジッドケーブルを加工し

たアンテナを用い、フランジ中心部から8 mm ほどず

らした所にキャビティ内壁と同一面となるように取り付

けた。音波共鳴は周波数1～30 kHz の範囲で周波数応

答アナライザにより測定し、電磁波共鳴は周波数1～20 

GHz の範囲でネットワークアナライザにより測定した。

それぞれの振幅・位相差のベクトルデータを理論共鳴曲

線に非線形フィッティングすることで、音波および電磁

波の共鳴周波数と半値幅（Q 値）を求めた。 

開発した多重物性計測装置による各物性測定の検証を

行うため、物性がよく知られているアルゴンを用いて実

験を行った。温度範囲は15～35℃、圧力範囲は0～500 

kPa で測定を行った。真空状態での電磁波共鳴測定の

結果から、各温度における円筒型キャビティの内径およ

び長さを求めた。サンプルを充填して測定された音波共

鳴周波数から音速を、電磁波共鳴周波数から誘電率をそ

れぞれ求めた。得られた測定結果と従来の報告値を比較

したところ、音速について0.02%、誘電率について

0.001%以内で良好に一致した。 

さらに、異なる音波共鳴モードの半値幅測定から、粘

性および熱伝導率の導出を試みた。しかし、モード間で

の半値幅測定値のばらつきが予想以上に大きく、精度の

高い輸送性質の導出は困難であった。これは、キャビテ

ィの振動など予測困難な音波エネルギーロスに起因して

いるものと考えられる。比較的ばらつきの小さい特定の

モードのみを用いて粘性および熱伝導率を求めたところ、

10%以内で従来の報告値と一致する結果が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］音波、電磁波、マイクロ波、共鳴、音速、

粘性、熱伝導率、誘電率 

 

 

［研 究 題 目］常磁性物質定量用新規一次標準分析法の

開発 

［研究代表者］松本 信洋（計測標準研究部門） 

［研究担当者］松本 信洋（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 一次標準分析法は、物質量が認証値である様々な認証

標準物質の開発に用いられている。一次標準分析法の一

種である一次標準直接法は、物質量の標準物質を参照す

る事なく試料の濃度等を直接定量できる分析法である。

しかしながら、現在、国際度量衡委員会物質量諮問委員

会が承認している一次標準直接法は、重量分析法・電量

滴定法・凝固点降下法の3種類のみである。将来の一次

標準直接法の候補となる新規定量分析法の実現を目的と

して、本研究における定量分析法の原理をキュリーの法

則に基づいて導いた。そして、その原理の妥当性確認を

超伝導量子干渉計（SQUID）、および、質量比混合法に

より調製した酸化ガドリニウム（Gd2O3）と酸化ケイ素

の混合粉末を用いる事により実施した。妥当性確認の前

に、国際単位系（SI）へのトレーサビリティが確保さ

れた NMR 磁場測定器、白金抵抗温度計、磁気モーメン

ト標準物質を用いて、市販の SQUID の試料空間におけ

る磁場・温度および検出される磁気モーメント値のチェ

ックを実施し、磁場・温度・磁気モーメント値の補正

値・不確かさを求めた。その後に実施した妥当性確認で

は、Gd2O3分析濃度と調製濃度の差が10%となった。さ

らに、分子磁界による磁気モーメント間の相互作用が考

慮されたキュリー・ワイスの法則から導いた原理に基づ

いて分析を行った結果、分析濃度と調製濃度の差は約

2%まで縮小した。分析濃度の拡張不確かさは約2%であ

り、その不確かさを考慮すると分析濃度と調製濃度の差

がほぼ一致している結果が得られた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］化学計量、分析化学、磁気分析 

 

［研 究 題 目］多層型マンガンバスによる中性子放出率

の絶対測定法の開発 

［研究代表者］松本 哲郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］松本 哲郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの放射性同位元素による Cf-252や241Am-Be 中性

子線源は、水分計や非破壊検査などさまざまな産業、工

業分野で利用されている。中性子線源は、現場の安全や

コンプライアンスの観点からも管理が求められている。

その一つの指標が中性子放出率（単位時間当たりの中性

子放出数）であるが、従来中性子放出率の絶対測定には、

大規模な装置を必要としていた。本研究では、マンガン

含有金属と水素を含有したポリエチレンを多層状に廃止

した構造の多層型マンガンバス検出器の提案をした。検

出器の中心に中性子線源をセットする。線源からの中性

子は、検出器中水素により減速され、金属中のマンガン
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が55Mn(n, γ)56Mn 反応で放射化して得られるガンマ

線を測定することにより、中性子放出率を求めるもので

ある。マンガン含有金属として、大同特殊鋼社製のスタ

ーサイレントを用いた。この材料は、約70%がマンガン

であり、ステンレスや鉄と同じような加工が可能な材料

である。全体の大きさは30 cm×30 cm×30 cm であり、

移動も可能である。また、検出器の設計にあたり、

MCNP モンテカルロコードを利用し、検出効率や検出

器からの漏えい中性子割合の評価を行った。本研究は、

3か年計画で実施され、本年度はその1年目である、次年

度、産総研中性子照射場において測定を行い、計算との

比較から詳細な特性評価を行う予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］中性子放出率、マンガン、中性子線源 

 
［研 究 題 目］高出力レーザ用イメージングパワーメー

タの実現に向けたイメージセンサ校正技

術の開発 

［研究代表者］沼田 孝之（計測標準研究部門） 

［研究担当者］沼田 孝之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高出力半導体レーザや高パワー伝送用マルチモードフ

ァイバなど、高次の横モードを持つレーザ光源の産業利

用が急速に進んでいる。これらの分野ではビームプロフ

ァイルの制御が生産技術の高度化や製品性能の向上に不

可欠であり、ビーム断面内の局所的なパワーの値やパワ

ー密度値に対する信頼性の高い評価技術が求められてい

る。本研究では、このような計測ニーズに対応するため、

CCD 等の二次元格子型光検出器（イメージセンサ）に

着目し、これをレーザパワー測定に適用するための評

価・校正技術の開発を目的としている。特に、高いパワ

ー密度と可干渉性を特徴とするレーザ光の測定を想定し

たイメージセンサ応答度評価技術と、入射ビームの精密

減衰技術の確立が課題である。本年度は、イメージセン

サ表面近傍を走査し画素レベルの局所領域における光検

出特性と応答度評価を行うための光ファイバ型標準光源

の構築に取り組み、波長1.1 µm のレーザ光源を用いた

光ファイバ導入部の開発と光源の安定性評価を行った。

また、光減衰器について減衰特性の数値シミュレーショ

ンを行いつつ実機の設計を進めた。これらの進捗につい

て、1件の国際会議発表を申請した。次年度は、上記フ

ァイバ型標準光源の走査システムを構築し、イメージセ

ンサに対する応答度評価を進めるとともに、光減衰器を

試作し特性評価を行って高出力レーザへの適用を試みる。

また既存の標準との比較校正により、イメージセンサを

用いたレーザパワー測定の精度を検証する。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］レーザ標準、レーザパワー、パワー密度、

CCD、CMOS、イメージセンサ、ビー

ムプロファイラ 

［研 究 題 目］デュアル光格子時計を用いた、黒体放射

の影響を受けない合成時計周波数の実証 

［研究代表者］赤松 大輔（計測標準研究部門） 

［研究担当者］赤松 大輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、二つの光格子時計に周波数安定化された

レーザを用い光周波数コムを周波数安定化することで黒

体放射の影響の受けない合成時計周波数の存在を実証す

ることを目的としている。そのためには Sr 光格子時計

と Yb 光格子時計を同一真空槽中で実現する必要がある。

そこで、1年目は Yb 光格子時計と両立可能な Sr 光格子

時計を立ち上げることに注力した。完成した Sr 光格子

時計の性能を評価するために、時計遷移を分光し絶対周

波数計測を行った。 

 本研究の肝となる技術の一つに「線幅転送」による時

計レーザの開発が挙げられる。これは本来2年目以降の

研究で遂行する予定であったが、一年前倒しし開発する

事に成功した。具体的には、高い Q 値を持つ光共振器

により線幅狭窄化された1064 nm の Nd:YAG レーザの

線幅を周波数基準として高速制御可能な光周波数コムを

安定化し、その光周波数コムに対して698nm の半導体

レーザを位相同期する事で半導体レーザの線幅を狭窄化

した。 

 Yb 光格子時計のための光源開発については、一次冷

却光源用レーザの基本波である798 nm のレーザ及びテ

イパードアンプ（TA）の製作を行った。また第二次高

調波発生に必要な光共振器の設計を行った。また、光格

子時計用759 nm のレーザ及び TA の製作も終了し、Yb
光格子時計に必要な光源の製作が終了した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］光格子時計、黒体放射、光周波数コム 

 

［研 究 題 目］微細射出機構による高粘度マイクロカプ

セル生成システムの開発 

［研究代表者］青山 尚之（電気通信大学） 

［研究担当者］大田 明博（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、同軸の多層ガラスピペット内にさまざま

な高粘度液体または微小固体を充填し、それらを極細ロ

ッドで精密に押し出しながら、直径が100 µm 以下のマ

イクロカプセルを生成させる方法を提案し、その特性や

性能および応用を実験的に検証することを目的としてい

る。 

産総研における研究分担は、直動機構の高速駆動時の

振動特性の計測と減衰性能の向上である。同軸式微細射

出機構は極細ガラスピペットと極細タングステンロッド

で構成されているが、基礎実験で、その極細タングステ

ンロッドの押し出し速度やその振動もカプセル生成の再

現性に大きく影響することが判明した。したがって、高
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粘性液体が付着した状態でタングスタンロッドの速度変

動や振動挙動を解析・計測する必要があることから、レ

ーザドップラ振動計を用いて、タングステンロッドの微

小振動を計測し、その特性評価を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］マイクロカプセル、高粘度液体、極微小

射出、直動機構、振動 

 
［研 究 題 目］極微弱 LED の全光子束測定技術の開発 

［研究代表者］丹羽 一樹（計測標準研究部門） 
［研究担当者］丹羽 一樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 マイクロプレートリーダ、あるいは発光イメージング

装置の精度管理、あるいは校正に用いられる2π放射

LED 微弱光源の開発が進められている。本研究では、

この光源の分光全放射束の測定を目的としている。 

 本年度は前年度に整備を完了させた極微弱 LED 用積

分球式分光計測装置を用いて、分光全光子束の測定と不

確かさの評価を行い、2π幾何条件の極微弱 LED 光源

の実測定を実施した。 

 測定装置の分光感度校正は500W 分光放射束標準電球

を使用、光源の2π幾何条件補正係数、CCD 検出器感度

の直線性、測定の繰返し再現性などの評価を行い、測定

の不確かさを±18%（k=2）と見積り、極微弱 LED 光

源の分光全光子束の測定が可能となった。特に重要な

CCD 感度直線性評価に関しては、標準電球の積分球入

射窓前に設置する可変アパーチャの面積を精密に評価し、

積分球に入射させる光パワーレベルを変化させ、それに

併せて露光時間も変化させ、種々設定における測定デー

タを比較することで、実際の測定条件において CCD 感

度に顕著な非直線性が認められないことを確認した。 

 プレート型極微弱 LED 光源については共同研究者で

ある中谷氏が開発しており、試作品が完成したが、発光

強度が弱いために充分なシグナルが得られなかった。そ

こで本年度はチューブタイプの光源と、ATTO 社より

発売された微弱 LED プレート光源である TRIANT を

対象として、分光全光子束および分光全放射束を測定し

た。 

 また、本測定の妥当性確認と活用促進を目的として、

ホタル生物発光反応の量子収率測定実験を行い、発光反

応特性と量子収率の関連性などの知見を得ることが出来

た。更に汎用型発光分光測定装置（スペクトロメータ）

の波長感度校正に LED 光源あるいは発光反応溶液を用

いるための実証に必要なデータ収集まで実施した。 

 以上の研究成果に関して、国際生物発光化学発光学会

（6月、カナダ・ゲルフ市）等での成果発表を行った。 
［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］分光放射計測、積分球、LED、バイオ 

アッセイ 

 

［研 究 題 目］治療用高エネルギー電子線の絶対線量計

の開発 

［研究代表者］田中 隆宏（計測標準研究部門） 

［研究担当者］田中 隆宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 放射線治療の効果は、照射された領域の吸収線量に比

例する。そのため、吸収線量の精度が放射線治療の成否

を決める重要な因子となる。本研究の目的は、治療用放

射線の中でも飛程の短い電子線の吸収線量を絶対測定で

きる線量計（薄入射面グラファイトカロリメータ）を開

発することである。 

 本線量計は、物質（グラファイト）の放射線吸収によ

る上昇温度測定をベースにしている。本線量計は、検出

器と温度制御・測定器に大別され、本年度は、検出器の

設計及び開発を行った。 

 検出器内の吸収体が電子線を吸収して上昇する温度は

数 mK であり、1%程度の不確かさで測定するためには

µK オーダーの温度制御と計測が必須となる。そのため、

mPa のオーダーの高真空下に吸収体を置く必要がある。

しかし、通常の真空槽は金属製であるため、飛程の短い

電子線に対して透過率が低く、電子線を吸収体に到達さ

せることが困難となる。そこで、高密度グラファイトを

約50µm の厚さで蒸着させたグラファイトを使った真空

槽を設計し、電子線に対する透過性と真空保持性（気体

に対する低透過率）の両立を図った。 

 その結果、最薄部のグラファイトの厚さ（吸収体と検

出器表面間距離）が約5 mm（治療用電子線が十分透過

できる厚さ）の真空槽を開発し、真空断熱に必要な

mPa オーダーまで減圧することを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］カロリメータ、治療用電子線、水吸収線

量 

 

［研 究 題 目］配列特異的な核酸分子の高精度定量技術

の開発 

［研究代表者］藤井 紳一郎（計測標準研究部門） 

［研究担当者］藤井 紳一郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 臨床検査や食品検査などで DNA や RNA を対象とし

た定量分析が求められるなか、定量値の信頼性確保のた

めに、対象となる塩基配列のみを高精度に定量する技術

開発が急務である。本研究では、分光学的手法や PCR
法といった相対比較法ではなく、塩基配列情報を維持し

た高分子の核酸分子を直接定量する絶対的な定量手法を

開発することを目的とする。 

 本年度は、次の3つの課題を設定し、以下のように実

施した。課題①として、内標準用核酸の分子量および配

列評価による純度検定を行い、内標準核酸として用いる

メチル化修飾オリゴヌクレオチドまたは1塩基脱離オリ

ゴヌクレオチドの合成および安定同位体標識核酸の合成
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を検討した。純度検定方法としては、高速液体クロマト

グラフィ（HPLC）やキャピラリーゲル電気泳動

（CGE）法を適用し、モノマー核酸を含め、本提案で

対象とする数十塩基の核酸を十分に含む分子量範囲で分

離分析を実現した。内標準核酸としては、メチル化修飾

部位および修飾数を変化させたオリゴヌクレオチドを複

数選定し、合成を検討した。また、安定同位体標識核酸

の合成も検討し、モノマーについて分析を行った。これ

らについても HPLC や CGE を用いた同様の分離分析

を実現した。課題②として、限外濾過等の各種前処理法

の実施による定量値への影響評価を実施した。核酸由来、

非核酸由来の夾雑物について前処理による精製を検討し、

前処理中に夾雑物として含む可能性のある物質について

も確認した。適合する複数種の核酸精製手法を比較し、

分光学的手法および質量分析法を用いて核酸定量および

回収率を評価した。課題③として、質量分析装置による

多価イオン解析による目的配列の定量に関する装置準備

を行った。具体的には、低濃度の核酸分離装置としてナ

ノフロー型高速液体クロマトグラフを用いるが、当該装

置と質量分析装置を接続するマスステージを新たに構築

し、両装置の接続を試みた。核酸の定量評価を行うため

に、既存の質量分析装置および分離装置を当該ステージ

で接続し、稼働条件検討を行った。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］核酸定量、配列特異的、質量分析 
 
［研 究 題 目］キャビテーション発生量の定量計測技術

の開発 

［研究代表者］内田 武吉（計測標準研究部門） 

［研究担当者］内田 武吉、菊池 恒男 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 高出力水中超音波に付随して発生するキャビテーショ

ンは、多くの分野で利用されている。代表的な例として、

半導体などの精密部品の洗浄にキャビテーションが応用

されている。また、医用分野では、キャビテーションを

利用したがん治療などの研究が行われており、一定の成

果を得ている。一方、キャビテーションは、超音波照射

対象を破壊する作用も有するため、安全性や効率の観点

から、キャビテーション発生量を計測・制御する技術が

求められている。そこで本研究では、キャビテーション

由来の信号である broadband noise を利用したキャビ

テーション発生量の計測技術開発を行っている。今年度

は、broadband noise の測定に用いるキャビテーション

センサの空間分解能の向上を検討した。キャビテーショ

ンセンサ内側のポリフッ化ビニリデンのサイズを、従来

の30 mm から2 mm にすることにより、高分解能化を

図った。試作した新型センサの空間分解能をパルスエコ

ー法により評価した結果、従来型より空間分解能が向上

していることが確認できた。また、新型センサを用いて

水槽内のキャビテーション発生分布を測定した結果、こ

れまでより正確にキャビテーション発生分布を測定でき

ることを確認した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］キャビテーション、水中超音波、キャビ

テーションセンサ、超音波洗浄、ソノケ

ミストリ 

 

［研 究 題 目］分光立体映像再生のための超広帯域ヘテ

ロダイン干渉計の開発 

［研究代表者］吉森 久（岩手大学） 

［研究担当者］平井 亜紀子（計測標準研究部門）、 

吉森 久、小原 正樹、橋本 哲弥 

（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 多色物体から伝搬した光波のパッシヴ干渉計測に基づ

いて物体の3次元立体形状情報（3D 情報）と分光情報

を同時に得るパッシヴ干渉計測法を開発し、これまでに

多色で広がりのある物体の測定に成功している。この方

法を一般の物体へ適用し実用化を目指す場合、データ量、

信号対雑音比に課題がある。これらを解決するため、単

一光センサを利用する改良型2光波折り畳み干渉計の着

想を得、超広帯域ヘテロダイン変調技術との融合システ

ムを考案した。改良型2光波折り畳み干渉光学計と、多

色光にも適用可能な超広帯域ヘテロダイン変調干渉光学

計を融合することにより、分光立体映像再生のための超

広帯域ヘテロダイン計測システムを開発する。 

 平成24年度は、従来の2光波折り畳み干渉計を改良す

ることにより、分光立体映像取得に必要な双曲面型体積

インターフェログラムを高い信号対雑音比でヘテロダイ

ン検出できる可能性があることを、模擬実験により確認

し、この体積インターフェログラムから分光立体映像が

再生できることを理論的・実験的に示した。試作した改

良型2光波折り畳み干渉光学計は、現時点で収差が大き

く、原因の究明を続けている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］形状情報、分光情報、パッシヴ計測、

広帯域光干渉計、ヘテロダイン干渉計 

 

［研 究 題 目］フィードバック型広帯域干渉計による位

相・群屈折率分散計測システムの開発 

［研究代表者］平井 亜紀子（計測標準研究部門） 

［研究担当者］平井 亜紀子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光科学、光学産業の多くの分野で、光学材料の屈折率

やその波長依存性（分散）の正確な情報が必要とされて

いるが、10-5から10-6オーダーで値の信頼性が確保でき

る測定技術は少なく、また、これまではレーザや輝線ス

ペクトルのような離散的な単一波長における屈折率の値

しか直接精密測定できなかった。本研究では、白色
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LED のようなブロードバンド光源を用い、バリアブル

パス（光路長可変）干渉法と分光器、光路長補償系を組

み合わせることにより、光学材料の位相屈折率分散およ

び群屈折率分散を精密に直接計測する手法を開発する。 

 平成24年度は、前年度に設計した、群屈折率分散と位

相屈折率分散の両方を測定することができる光学系を構

築した。また、目標とする屈折率の測定精度を達成する

ために重要な装置の性能を評価した。 

 群屈折率分散測定では、光路長変化用のステージが静

止した状態でチャネルドスペクトルを取得する。位相屈

折率分散測定では、光路長変化用のステージを移動させ

ながら時間変化する干渉縞を取得する。よって、長距離

移動ステージの静止性能および移動速度の安定性が重要

である。平成23年度に長距離移動ステージの仕様を決定

し発注したが、受注メーカーが要求仕様を達成できずに

納品が大幅に遅れていた。メーカーへの改善依頼を行っ

てきたが仕様を達成できなかったため、要求仕様を緩和

せざるを得なかった。ステージの制御パラメータを調整

しながら、長距離移動ステージの静止性能および移動性

能を評価し、できるだけ良い性能が得られるパラメータ

を探索した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］屈折率、分散、干渉計測、広帯域光干渉

計 

 

［研 究 題 目］光励起型原子泉方式実用セシウム原子時

計の開発 

［研究代表者］柳町 真也（計測標準研究部門） 

［研究担当者］柳町 真也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 現在、一次周波数標準器の主流である原子泉方式を実

用原子時計に適用し、セシウム原子のラマン遷移を分光

することで、現用の高安定実用原子時計（水素メーザー

等）の周波数安定度を超える原子時計の実現を主目的と

している。昨年度までは、NMIJ-F1を用いて予備測定

を行い、D2線のラマン遷移を観測し、時計遷移の AC
シュタルク効果が打ち消される条件が存在することを確

認した。本年度は、これらの実験結果を元に、装置の組

み立てを行った。本装置にはアルミニウム製のマイクロ

波共振器を組み込み、より多様な実験を行えるよう工夫

を凝らした。マイクロ波共振器の共鳴周波数は室温付近

で時計周波数から±200 kHz 以内に収まった。真空度

は高性能原子時計を運用するのに問題のない10-9torr 台

に到達することを確認した。また、相互作用領域では不

要な磁場を発生する要素がないことを確認した。さらに、

本体の開発と平行して原子時計を多重化する技術につい

ても進展があった。これは、デジタルシグナルプロセシ

ング（DSP）と離散的フーリエ変換（DFT）を用いて、

既存技術より用意に多数の原子時計間の位相差を精度良

く観測するものである。その相対精度は1秒の観測時間

で10-14台を達成し、既存技術と同等レベルにあることが

確認できた。1台の実用原子時計で得られる性能が限界

に差し掛かっており、本研究で得られた多重化の技術は

今後の実用原子時計開発の方向性を左右する可能性を秘

めている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］マイクロ波周波数、実用原子時計、2分

光ラマン遷移 

 
［研 究 題 目］東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空

間分布とその変動要因の解明 

［研究代表者］竹川 暢之（東京大学） 

［研究担当者］桜井 博（計測標準研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エアロゾルは大気中に浮遊する直径数 nm から10 µm
程度の微粒子であり、雲を生成する核（CCN）として

作用し、その数濃度の大小が、雲生成を介して地球の放

射収支に大きな影響を与える（間接効果）。間接効果は

CO2の加熱効果に匹敵する冷却効果を持つと推定されて

いるが、その信頼性は非常に乏しく、特に、東アジアは

世界最大の人為エアロゾル排出源でありながら、その数

濃度分布の動態はほとんど分かっていない。本研究は、

最新の大気観測装置を駆使して東アジアで航空機および

地上観測を行い、エアロゾル数濃度の空間分布とその変

動要因を明らかにすることを主目的として行った。産総

研は、航空機に搭載した凝縮粒子計数器（CPC）の校

正を東京大学と協同して行った。特に、航空機の高度と

ともに気圧が変化することによって、CPC の粒子検出

効率がどのように変化するかを重点的に調査した。その

結果、観測に用いた型の CPC に対して、気圧の低下と

ともに生じる検出効率の低下と最小可測粒径の増加を定

量的に評価することができた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］ナノ粒子、校正、間接効果、航空機観測 

 

［研 究 題 目］二量化、クラスタ構成、および膜受容体

細胞内輸送に関する単一分子蛍光の研究 

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai 
（健康工学研究部門） 

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、上皮増殖因子受容体（EGFR）の二

量体化、クラスター形成及び細胞内輸送の分子メカニズ

ムを明らかにすることである。蛍光標識した EGF リガ

ンドを用いてヒト肺腺癌細胞株 H1650に過剰発現させ

た EGFR を活性化させ、生細胞での EGF-EGFR 複合

体及びクラスター形成の様子を解析し研究を行った。初

めに、ヒトリコンビナント EGF を Biotin-3-Sulfo 
NHS ester を用いてビオチン化し、その反応物を
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sephadex-G25カラムを用いてゲル濾過にて精製した。

同様の方法で抗 EGFR 抗体のビオチン化を行い、ビオ

チン化 EGF をストレプトアビジン標識 CdSe/ZnS 量子

ドット（QD）と抱合反応させた。60%コンフルエンス

まで培養した H1650細胞はリン酸緩衝液 PBS で洗浄後、

0.5 nM QD-EGF 抱合体溶液を加え4℃にて反応させ、

数回洗浄した。細胞の蛍光イメージングは反応直後から

すぐに15分単位で観察を行った。添加直後の蛍光イメー

ジは独立した蛍光のスポット（点）が見られ、QD-
EGF-EGFR 複合体によるものだと考えられた。しかし

ながら、我々は添加30分後には大きなクラスター様蛍光

イメージを観察した。この予備実験から、EGFR のク

ラスター形成が添加30分以内に起こり、その15分後には

クラスターの細胞内輸送が始まっていることが示唆され

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］上皮増殖因子受容体（EGFR）、量子ド 

ット（QD） 

 

［研 究 題 目］細胞機能を可視化する新奇な超分子ナノ

材料の光創製 

［研究代表者］Biju Vasudevan Pillai 
（健康工学研究部門） 

［研究担当者］Biju Vasudevan Pillai、 
Edakkattuparambil Shibu 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、無毒性かつ高発光性超分子の新規ナ

ノ粒子を開発することである。また、これらのナノ粒子

については、細胞外および細胞内標識用の蛍光ラベルと

しての利用を目指している。 
 平成24年度は、金 QCs を用いた細胞イメージングと

その細胞内輸送に焦点を当て、QCs を含む超分子ナノ

粒子の光加工を試みた。まず、我々は上皮増殖因子

（EGF）ヤアラトスタチン（AST）のようなホルモン

と金 QCs の抱合反応を行った。がん細胞に高発現する

EGF 受容体（EGFR）を標的にしたラベリングを目的

として、我々はヒト肺腺癌細胞株 H1650細胞に金 QCs
で標識した EGF を添加し培養を行った。その結果、細

胞膜上にある EGFR は金 QCs 標識 EGF によって効率

よくラベルできた。続いて、我々は標識された EGF-
EGFR-QCs 複合体が受容体を介したエンドサイトーシ

スによって細胞内に取り込まれ、細胞質に輸送されるこ

とを確認した。これらの様子は蛍光イメージングによっ

て観察できた。また金 QCs 標識 AST 抱合体と比して、

EGF 抱合体の細胞内輸送効率は格段に高かった。次に

強励起レーザーを用いて、細胞内における金 QCs 抱合

体を光励起した。細胞内での金 QCs の検出は、抱合体

の細胞内凝集によって観察できなかった。並行して、金

QCs の単一分子を検出し、その光安定性も評価した。

金 QCs は有機蛍光色素と比して4-5倍の光安定性を持つ

ことを確認した。最後に、培養細胞を用いた細胞毒性評

価によって金 QCs の生体親和性についても調べた結果、

10µM レベルまでは金 QCs 抱合体による標識は細胞増

殖に影響を及ぼさないことが確認された。 
 要約すると、新規に創製した無毒性 QCs 抱合体は、

生体ラベリングやイメージング解析への応用が見込まれ

る。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］量子クラスター・ナノ粒子・蛍光ラベル 

 

［研 究 題 目］不溶性セルロース分解をめざした耐熱性

人工酵素創製に関する基盤研究 

［研究代表者］上垣 浩一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］上垣 浩一、中村 努（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、食物（トウモロコシ等）の持つ糖を利用した発

酵法でのエタノール生産（バイオエタノール産生）が注

目を集めている。しかし食物を利用する限り食糧問題と

エネルギー生産のバランスをどう調整するかという問題

が生じてくる。そこで食物と競合しない木質系バイオマ

ス（廃材等）を利用して糖を生産することができればバ

イオマス利用の促進に大きな弾みをつけることができる。

そのためには硬い結晶構造をもつセルロースを主成分と

する木質系バイオマスを高速で分解することのできる強

力な酵素セルラーゼの開発が渇望されている。研究代表

者らは木質系バイオマスの酵素的分解に利用可能な有用

超 耐 熱 性 セ ル ラ ー ゼ を 開 発 す る こ と を 目 標 に

Pyrococcus horikoshi 由来の超耐熱性セルラーゼの触媒

ドメインと他の好熱性古細菌（Pyrococcus furiosus）
由来の糖分解酵素キチナーゼが持つ基質吸着ドメインと

の融合化を行い不溶性基質に強い活性を持たせたセルラ

ーゼの高機能化研究を行ってきた。これまでに好熱菌由

来セルラーゼ触媒ドメインにセルロース結合能を付加す

べくリンカーを介して吸着ドメインを N,末端あるいは

C 末端に融合させた耐熱性人工セルラーゼを創製し、融

合位置やリンカー長の最適化による活性向上効果を調べ

てきた。本年度は、基質吸着ドメインを多重化させてセ

ルロース結合能をより強めた変異体を作製し多重化の効

果を2種の基質に対して調べた。その結果、結晶性セル

ロースを基質として用いた場合、基質吸着ドメインを2

個導入した変異酵素において最大の活性増加が見られ、

その活性は野生型の約3倍強まで増加した。一方、リン

酸膨潤セルロースを基質に用いた場合、基質吸着ドメイ

ンが1個の時に最大となり、数を増やすと逆に活性の低

下が見られた。以上より吸着ドメインの多重化には基質

により多重効果が異なることが明らかとなった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］人工酵素、セルロース、バイオマス 
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［研 究 題 目］Wnt/Ror2シグナルと細胞応答、組織形

成機構の解析 

［研究代表者］大石 勲（健康工学研究部門） 

［研究担当者］大石 勲（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 Wnt シグナル伝達は生体応答に必須のシグナル伝達

である。Wnt シグナルは多岐に渡る複雑なシグナル伝

達系であり、受容体型チロシンキナーゼ Ror2は Wnt シ
グナル伝達因子の一つである。本研究では Wnt シグナ

ル伝達機構を Ror2を中心に解析する。 

研究計画： 

 ゼブラフィッシュを用い、Ror2をはじめとする Wnt
シグナル関連分子の機能促進、抑制を中心に生体におけ

る構成要素の役割を明らかにする。 

研究進捗状況： 

 昨年度、ゼブラフィッシュ心臓再生過程における

Wnt/Ror シグナル研究を端緒として、新たにケモカイ

ン CXCL12b と受容体 CXCR4a が心臓再生に必須の役

割を担う可能性を見出した。本年度は心臓再生過程にお

けるケモカインシグナルの分子機構について解析すると

共に、Wnt/Ror との協調の可能性について検討した。

ゼブラフィッシュ心室を損傷後、CXCR4シグナル阻害

下では心臓の再生が顕著に抑制された。一方、損傷後の

増殖性心筋細胞数を計測したところ、野生型と CXCR4

阻害個体で違いが認められず、心筋細胞増殖以外の再生

過程をケモカインが制御することが示唆された。そこで、

変色性蛍光分子 Kaede を心筋細胞特異的に発現し、蛍

光色の違いを指標に損傷時の心筋細胞について検討した

ところ、CXCR4阻害個体では損傷領域への心筋細胞移

動が顕著に抑制されており、ケモカインシグナルが心筋

再生時の細胞移動に必須の役割を担う事が示された。一

方、Wnt シグナルの抑制では心筋細胞の増殖自体が阻

害され、ケモカインシグナルの抑制とは完全には合致し

なかったが、両者が協調的に心臓再生過程を制御する可

能性が考えられる。  

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］ゼブラフィッシュ、形態形成、組織再生、

シグナル伝達 

 

［研 究 題 目］光の波長による日中覚醒作用の心理的・

神経生理的評価に関する研究 

［研究代表者］岡本 洋輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］岡本 洋輔（他1名）  

［研 究 内 容］ 

 光はその波長によって人間に与える影響が異なる。こ

れまで、夜間における短波長光への暴露が覚醒度を向上

させることが明らかにされている。一方、夜間以外の時

間帯における光の波長による心理的・生理的作用につい

ては不明な点が多い。本研究課題では、日中における暴

露光の波長が認知課題処理に及ぼす影響を解明するため、

以下の実験を行った。 

 本実験では、日中において短波長光、中波長光、長波

長光、または暗闇に暴露中に聴覚オドボール課題を行い、

課題遂行時の脳波を計測した。刺激呈示後約300ms に

生じる脳波のピーク（P300）について解析を行った。

その結果、P300の振幅は、暗闇条件と比較して短波長

光条件において有意に増大した。P300振幅の大きさは

注意資源の量を反映すると考えられていることから、本

結果は日中における短波長光暴露によって、同一課題に

向けられる注意の量が増大することを示唆している。 

さらに、日中において短波長光または中波長光に暴露

中に作業記憶課題（聴覚スタンバーグ課題）を遂行して

いるときの脳磁界反応を計測した。その結果、中波長光

に暴露された条件と比較して短波長光に暴露された条件

において、記憶刺激群に対するアルファ波帯域の活動が

有意に大きくなった。聴覚スタンバーグ課題の記憶刺激

呈示時に観察されるアルファ帯域の活動は、能動的な作

業記憶の保持または聴覚刺激に対する注意を反映すると

考えられている。よって、本結果は、日中における短波

長光への暴露によって作業記憶の保持あるいは聴覚刺激

に向けられる注意が増強された可能性を示唆している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］光環境、波長、覚醒度、認知処理 

 

［研 究 題 目］海藻生長促進微生物群集の解明及び海藻

と微生物共存系による水圏環境浄化に関

する研究 

［研究代表者］垣田 浩孝（健康工学研究部門） 

［研究担当者］垣田 浩孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 海藻バイオフィルターへの導入海藻の供給技術開発と

して本研究を行う。海藻の栄養塩吸収機能を活用した水

圏健康リスク因子削減技術を進展させるために海藻付着

共存微生物群集を解明し、海藻付着共存微生物群集と海

藻を人工的に共存させた再構成共存系での培養により海

藻収量の増加を試みる。 

研究計画： 

 H24年度は海藻バイオフィルターへ導入可能な海藻の

単藻培養株の作成、非成熟株の継続培養、天然海藻及び

培養海藻の付着共存微生物の数とその検索を実施する。 

研究進捗状況： 

 天然オゴノリ科海藻と天然海藻を滅菌海水中で室内培

養した海藻（培養海藻）について付着共存微生物群集を

分離・同定し、過去2回の実験結果と比較した。天然海

藻の付着共存微生物群集は Vibrio sp.及び Moraxella sp.
が優勢であるが、室内培養後の付着共存微生物群集は

Flavobacterium / Cytophaga sp.優勢に変化することを

形態・生理学的分類により解明した。この結果は過去2
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回の結果と同様であり、当該海藻に特有の付着共存微生

物が存在する裏付けとなった。当該海藻付着共存微生物

の数種の単離株に関して16SrDNA 塩基配列をデータベ

ースと比較し、Flavobacterium  / Cytophaga sp.と相

同性が高い結果を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］健康リスク削減、水圏、海藻 

 

［研 究 題 目］ムチン型糖蛋白質による微絨毛形成機構

と細胞接着におよぼす機能の解析 

［研究代表者］立花 宏一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］立花 宏一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 CD43等の細胞表面ムチン型糖蛋白質による微絨毛形

成のメカニズムおよび細胞接着制御機構を明らかにする。 

研究計画： 

 CD43などの細胞表面ムチン型糖蛋白質をヒト胎児腎

臓由来細胞株 HEK293T に発現させると細胞表面に微絨

毛（マイクロビライ）を形成すると共に細胞の球状化を

引き起こし、また、細胞接着を抑制することを発見して

いる。CD43等ムチン型糖蛋白質の細胞接着阻害や微絨

毛形成メカニズムを、機能発現に必要なドメインの決定

や細胞内シグナル伝達の解析によりを明らかにする。 

年度進捗状況： 

 本年度は造血幹細胞・前駆細胞表面に見られるムチン

型糖蛋白質 CD34の機能について解析した。前年度、

CD34も CD43同様 HEK293T 細胞に発現させると細胞

接着抑制および微絨毛形成を引き起こす事を明らかにし

ていたが、本年度は内在性 CD34を発現しているヒト白

血病細胞株 KG-1や CD34＋血液細胞について CD34と

微絨毛・細胞形態の関係について研究を行った。これら

の細胞は球状で表面に微絨毛を有し、CD34は微絨毛等

の表面に局在する。さらに、ムチン型糖鎖結合蛋白質を

切断する OSGEPase で細胞を処理すると、KG-1細胞

の細胞接着は一部回復する。しかし、すべての細胞が接

着する訳ではなく、また、接着した細胞でも球状形態・

微絨毛は保たれている。これらの結果より、一度これら

の細胞表面構造が形成されると、この細胞形態自体が細

胞接着を阻害するのではないかと考えられる。これは細

胞形態による細胞接着制御という新しい概念であり、そ

のメカニズム・意義について研究を行っている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微絨毛、ムチン型糖蛋白質、細胞接着 

 

［研 究 題 目］周期構造･高屈折率無機界面を有する高

感度バイオチップの研究 

［研究代表者］田和 圭子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田和 圭子、笹川 知里 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、マーカーの高感度検出技術（産総研：プ

ラズモニックチップによる増強蛍光検出）とマーカー認

識抗体をチップに高密度配列させる技術（東北大学：酸

化亜鉛表面に特異的に結合する抗体断片を利用した抗体

固定化技術）との異分野融合によって、簡単な装置およ

び操作でマーカータンパク質の高感度検出を実現するア

ッセイの確立を目指した。①500nm の周期構造（ピッ

チ）を有し、②金属薄膜（銀）を高屈折率無機薄膜（酸

化亜鉛）でコートし、③酸化亜鉛に特異的に高密度に結

合する抗酸化亜鉛抗体を利用する、という特徴をもつバ

イオチップを用い、サンドイッチアッセイによるマーカ

ー検出を試みた。 

 マーカータンパク質として、炎症性サイトカインの一

つである IL‐6を選び、これらを認識するサンドイッチ

アッセイを構築した。まず、酸化亜鉛表面にビオチン標

識抗酸化亜鉛抗体を調製し、ストレプトアビジンを仲介

してビオチン標識抗 IL‐6捕獲抗体を結合した。このチ

ップ界面で、マーカーである IL‐6を蛍光標識検出抗体

で検出したところ、非特異吸着を十分に抑制することが

できなかったため、定量検出限界は2pM となった。ブ

ロッキング剤として当初 BSA を用いていたが、リンス

過程で、酸化亜鉛表面に吸着した BSA が酸化亜鉛とと

もに脱離していくと考えられたため、本研究ではブロッ

キング剤は使用しなかった。更なる高感度計測には、適

当なブロッキング剤の検討も重要である。   

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］バイオセンシング、プラズモン共鳴、周

期構造、プラズモニックチップ、サンド

イッチアッセイ、高感度検出、酸化亜鉛 

 

［研 究 題 目］ソフト界面で修飾されたプラズモニック

チップ上の高感度蛍光バイオセンシング 

［研究代表者］田和 圭子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田和 圭子（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 プラズモニックチップ（＝金属薄膜でコーティングし

た波長オーダーの周期構造をもつチップ）を用いた増強

蛍光法によるバイオセンシングでは、表面プラズモン共

鳴法（ビアコア）と比べ、5桁ほど高感度な抗原抗体反

応の検出が可能である。本研究では、さらに高 S/N・高

感度なマーカー検出を目指し、プラズモニックチップ上

に非特異吸着を抑制するソフト界面、かつ捕獲抗体を高

密度に修飾できる界面を形成し、サンドイッチアッセイ

による高感度マーカー計測を目指した。 

 周期構造のレプリカは石英モールドを用いて光ナノイ

ンプリント法によりピッチ430nm のチップを作製し、

銀薄膜（膜厚30～40nm）等をコーティングした。この

プラズモニックチップの表面層のシリカ層をアミノ化し

た後、PEG クロスリンカーを修飾した。炎症性サイト
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カイン・インターロイキン6（IL-6）の捕獲抗体をクロ

スリンカーで結合し、サンドイッチ法によってマーカー

を認識した蛍光標識検出抗体からの蛍光強度を計測した。

本年度は、IL-6マーカーについて2pg/mL＝までを定量

的に計測することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］バイオセンサー、プラズモン共鳴、増強

蛍光、周期構造、プラズモニックチップ 

 

［研 究 題 目］メダカの発生過程におけるリンパ管と神

経の相互作用の解明 

［研究代表者］出口 友則（健康工学研究部門） 

［研究担当者］出口 友則、靜間 和子、田中 みどり 

（常勤職員1名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 リンパ管は体液の恒常性の維持・脂肪の吸収・免疫に

必須であり、病理面では癌や浮腫あるいは様々な炎症性

疾患で重要な役割を果たす事が知られる。このことから

は、リンパ管形成に関する理解は、リンパ管が関与する

様々な生命現象の真実に迫るとともに、新たな治療戦略

の開発につながることを意味する。しかし、リンパ管内

皮細胞が増殖・進展しながら個体内の隅々まで、そのネ

ットワーク構造を形成していく機構については不明なこ

とが多い。血管の形成過程においては、血管内皮細胞は

体節由来や神経由来の遺伝子によりガイダンスを受けて

おり、リンパ管でも同様の機構の存在が考えられた。 

 そこで、私はメダカを用いた in vivo イメージングと

末梢神経の走行操作、神経由来ガイダンス遺伝子の発現

操作により、リンパ管が血管と同様に、その形成過程で

末梢神経束からのガイダンスを受けているかを明らかに

する研究を構想し、科研費・新学術領域・「血管ー神経

ワイヤリングにおける相互依存性の成立機構」・公募研

究に応募し「メダカの発生過程におけるリンパ管と神経

の相互作用の解明」（H23-H24）として採択された。こ

の研究により、リンパ管・神経2重可視化メダカの開発

に成功し、リンパ管と神経における解剖学的な走行の類

似性を明らかにした。また、このメダカの発生過程を

in vivo イメージングにより観察したところ、神経束の

走行形成より先にリンパ管形成が進むことが示唆された。

そこで、今後は当初の発想を逆転し、リンパ管の走行操

作、リンパ管成長因子の発現操作により、リンパ管が末

梢神経の走行に与える影響とその機構を明らかにするこ

とを目指す。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］リンパ管、神経、発生、in vivo イメー

ジング、遺伝子組換え、蛍光タンパク質、

モデル生物、メダカ 

 

［研 究 題 目］マイクロウェルによる微小分割を用いた

細胞単離に基づく一細胞 PCR 用ディス

クの開発 

［研究代表者］永井 秀典（健康工学研究部門） 

［研究担当者］永井 秀典（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

目標： 

 診療現場での癌など各種疾患の早期診断を目指して、

既存の大型で高価なセルソーターを利用せず、小型化が

容易な遠心力による送液と簡便な微小分割による細胞単

離を組み合わせ、正常細胞群に僅かに混在する病変細胞

を高感度に検出可能な一細胞 PCR 用ディスクの開発を

目的とする。 

研究計画： 

 ヒト T リンパ腫細胞である Jurkat cell の遺伝子を標

的とし、リアルタイム PCR による蛍光強度変化を、蛍

光顕微鏡や蛍光イメージスキャナーにより計測すること

で、PCR の成否を確認する。これにより、マイクロウ

ェル集積化ディスク上で単離された細胞数と、リアルタ

イム PCR 後の蛍光増幅したマイクロウェル数が同じポ

アソン分布であることを確認し、単一細胞からの PCR
について検証を行う。 

年度進捗状況： 
 個々に単離された細胞のアッセイに、変異配列等の標

的遺伝子を高い選択性で検出できるリアルタイム PCR
法を利用することとし、開発するディスク上で単離後、

そのままマイクロウェル中で PCR することで、個々の

マイクロウェルの蛍光強度変化から標的遺伝子を有する

細胞を定量可能とした。具体的には、ヒト T リンパ腫

細胞である Jurkat cell の遺伝子を標的とし、リアルタ

イム PCR による蛍光強度変化を、蛍光顕微鏡や蛍光イ

メージスキャナーにより計測することで、PCR により

18S rDNA を増幅できることを確認した。さらに、マイ

クロウェル集積化ディスク上で単離された細胞数と、リ

アルタイム PCR 後の蛍光増幅したマイクロウェル数が

同じポアソン分布に従うことを確認し、単一細胞から

PCR されたことが明らかとなった。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］マイクロウェル、単一細胞、PCR、微

小分割 
 

［研 究 題 目］多孔性無機陰イオン交換体の細孔制御及

び過塩素酸イオンの選択的捕捉技術に関

する研究 

［研究代表者］槇田 洋二（健康工学研究部門） 

［研究担当者］槇田 洋二、苑田 晃成 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、近年、健康リスク因子として人体への有害

性が指摘されている過塩素酸イオンを選択的に捕捉する

ための無機陰イオン交換体を開発するとともに、過塩素

酸イオンを添加した水道水中の過塩素酸イオン濃度を
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20ppb 以下まで低減する技術を開発するものである。 

 昨年度、層状構造を持つモンモリロナイトの層間に塩

化ヘキサデシルピリジニウムを挿入した化合物が、過塩

素酸イオンに対して高い分配係数を示すことを明らかに

した。そこで、今年度は、水道水中の過塩素酸イオンを

塩化ヘキサデシルピリジニウム担持モンモリロナイトで

捕捉し、どの程度まで過塩素酸イオン濃度を低減できる

かを調べた。バッチ法での吸着実験の結果、イオンクロ

マトグラフィー法による検出限界（10ppb）以下まで過

塩素酸イオン濃度を低減でき、本研究の目標値である

20ppb 以下を達成した。また、過塩素酸イオン低減技術

の上水処理への応用性について検討するため、カラム法

による評価を行った。カラム実験は、塩化ヘキサデシル

ピリジニウム担持モンモリロナイトをガラスカラムに充

填し、過塩素酸イオン濃度が500ppb になるように調整

した水道水を流し、カラムからの排出液をフラクション

コレクターでサンプリングした。サンプリングした溶液

の過塩素酸イオン濃度を調べたところ、吸着剤の充填体

積の4,000倍の体積以上の過塩素酸イオン添加水道水を

流しても、イオンクロマトグラフィー法では検出されず、

10ppb 以下に低減できることがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］無機イオン交換体、多孔質材料、有害イ

オン除去、過塩素酸イオン 

 

［研 究 題 目］マイクロチップ基板を用いた歯周病迅速

診断デバイスの開発 

［研究代表者］阿部 佳織（健康工学研究部門） 

［研究担当者］阿部 佳織、片岡 正俊 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 歯周病患者で血中濃度が上がると報告されている炎症

性サイトカインの IL-6と TNF-αの測定をマイクロチ

ップ基板上で行った。検出原理は96穴 ELISA 法と同じ

であり、本年度は迅速（抗原抗体反応：35分）で高感度

（検出感度：2pg/ml）な検出を行うために以下の5項目

について検討を行った。 

(1)一次抗体濃度とブロッキング液の検討：一次抗体濃

度を既存法の250倍の濃度でマイクロ流路に固定化する

ことにより、高感度に検出することが可能になった。ま

た、ブロッキング液の種類とブロッキング時間を検討し

た結果、4%ブロックエースを用いて4℃で一晩反応させ

ることで非特異的吸着を抑制できることが分かった。

(2)一次抗体のマイクロ流路への固定化パターンの検

討：微細化インクジェット装置で吐出する液滴量や液滴

数の検討を行った。その結果、120pl で12滴を吐出し、

これを3点まとめて定量することで高感度に検出できる

ことが分かった。(3)抗原抗体反応温度の検討：室温、

37℃、50℃で抗原抗体反応を行った結果、室温で反応を

行うのが最も高感度に検出できることが分かった。(4)

既存法（96穴 ELSIA 法）との相関を確認:健常者から

採血した血漿を使用し、96穴 ELISA 法とマイクロチッ

プ法での測定値に相関が得られるか確認した。その結果、

IL-6、TNF-αともに96穴 ELISA 法とマイクロチップ

法で良好な相関が得られた。(5)1枚のマイクロチップ基

板上で IL-6と TNF-αの2種類を同時に検出できるか確

認:IL-6と TNF-αの一次抗体を1枚のマイクロチップ基

板上の別々の流路に吐出し、それぞれの流路に健常人の

血漿を導入し、96穴 ELISA 法とマイクロチップ法での

測定値に相関が得られるか確認した。その結果、IL-6、
TNF-αともに96穴 ELISA 法とマイクロチップ法で良

好な相関が得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］歯周病、マイクロチップ、サイトカイン 

 

［研 究 題 目］新規育種技術による糖鎖改変酵母を利用

した糖鎖機能の解析 

［研究代表者］安部 博子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］安部 博子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標： 

 本研究は糖鎖異常を補填することによって増殖能を回

復させた酵母株のその補填機能の解明から、糖鎖が持つ

増殖制御機構を明らかにすることを目的とする。 

 酵母の高マンノース型 N-糖鎖の外糖鎖を除去し、マ

ンノース5個までにトリミングした N-結合型糖鎖を持

ち、さらに新規育種技術である不均衡変異導入法の適用

によって増殖能を回復させた YFY20株に、O-マンノー

ス型糖鎖付加の抑制も同時に行う目的で、PMT1遺伝子

（protein-O- mannnosyltransferase）の破壊を加えた

YFY21株を取得した。しかしながら、YFY21株は再び、

増殖能の低下および高温度感受性を引き起こした。そこ

で、不均衡変異導入法を適用し、増殖能等を回復させた

YFY22株をこれまでに取得することに成功している。

この YFY22株がどのようなメカニズムによってこれら

の表現型を回復することができるのかを調べることを今

年度の目的とした。YFY22株にて発現量が増加する遺

伝子群および発現能が低下する遺伝子群の YFY21株に

おける強制発現株、遺伝子破壊株を作成し、それら遺伝

子改変株の増殖能について明らかにした。また、昨年度

までに構築した PMT2および PMT4の2重遺伝子破壊株

の増殖回復株における、細胞壁センサータンパク質の細

胞表層への局在能についての解析をおこなった。さらに、

糖鎖機能と極性維持機能の解明を行うために、分裂酵母

の糖鎖欠損株におけるアクチンの局在変化について解析

を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］糖鎖機能、酵母、遺伝子発現解析 
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［研 究 題 目］単一銀ナノ粒子2量体と単一色素分子で

構成された電磁気学的強結合系の実証 

［研究代表者］伊藤 民武（健康工学研究部門） 

［研究担当者］伊藤 民武、山本 裕子 

（常勤職員6名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

概 要： 

 表面増強ラマン散乱（SERS）分光では、単分子の振

動状態の詳細な識別が出来るため生体分子の超高感度認

識へ応用できる。しかし、SERS の起源であるプラズモ

ン（金属の伝導電子の集団振動）共鳴と分子の電磁力学

的結合の状態は不明な点が多い。従って、この結合の定

量的検証を行う。弱結合の場合はプラズモン共鳴と分子

分極は独立して扱えるので分子のラマンとして SERS
スペクトルを扱える。強結合の場合では、分子分極とプ

ラズモン共鳴の量子状態が混合するため、それぞれを独

立して扱えない。このような弱結合と強結合の検証とい

う観点で SERS の研究を行う。   

目 標： 

 単一銀ナノ粒子凝集体の SERS と表面増強蛍光

（SEF）を用いて弱結合と強結合の効果を検証する。

第1の目標は、銀ナノ粒子凝集体に吸着した色素の SEF
スペクトルを通常の蛍光と比較して強結合による分子の

電子ダイナミクス変化を検証すること。第2の目標は、

その電子ダイナミクス変化を強結合の証拠である電子励

起状態における振動高準位からの発光として検証するこ

とである。 

進捗状況： 

 目標1について、SEF スペクトルが通常の蛍光スペク

トルとは大きく異なることを観測した。この異なりにつ

いて、弱結合モデルと強結合モデルで検証した。弱結合

モデルによってこのスペクトル変化の大部分はプラズモ

ン共鳴による変調であることが明らかになった。しかし

ながら、それでは説明できない短波長成分が SEF スペ

クトルには含まれていることを見出した。この短波長成

分は分子の最低電子励起状態における振動高準位からの

蛍光の可能性があることが強結合モデルから予想できた。

目標2について、振動高準位からの SEF ならば、励起

波長に伴いスペクトルが大きく変化することが考えられ

る。プラズモン共鳴による変調を実験的に打ち消すこと

によってその変化を実証した。この結果は、強結合の証

拠である電子ダイナミクス変化を電子励起状態における

振動高準位からの発光として検証できたと言える。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］表面増強ラマン散乱（SERS）、銀ナノ

粒子、プラズモン（伝導電子の集団振

動）、蛍光増強、蛍光消光増強 

 

［研 究 題 目］好塩、好アルカリ・ハロモナス菌による

化成品原料生産に向けた極限菌との代謝

比較解析 

［研究代表者］河田 悦和（健康工学研究部門） 

［研究担当者］河田 悦和、JIN YOUXUN 
（常勤職員1名、他3名）  

［研 究 内 容］ 

 持続可能型社会実現にはエネルギー・リファイナリー

の非食用バイオマス資源化が必要である。我々が発見し

た Halomonas sp. KM-1は高塩、高 pH 環境で、ほぼコ

ンタミネーションなく生育し、各種の余剰バイオマスを

利用し、バイオプラスチック PHA を生産する。将来の

工業利用に向けて、本菌と、他のハロモナス菌や好塩、

好アルカリ菌との代謝物の違いを分析することで、好塩

性、好アルカリ性、さらに、バイオプロセス産品である

PHA 等の生産との関連を明らかにする。 

1. Halomonas sp.KM-1の培養条件による菌体内、外

の代謝物の分析 

 バイオディーゼル製造の際に余剰となるグリセロー

ルを基質として、Halomonas sp.KM-1を培養した。

バイオプラスチック PHA を著量に蓄積する条件と蓄

積しない条件それぞれにおいて、培養初期から定常期

までのサンプリングをおこない、菌体内に蓄積される

代謝物を GC-MS にて分析し、主成分分析などにより、

PHA 産生に関連する代謝物を検討し、論文発表した。 

2. ハロモナス菌、好塩菌、好アルカリ菌の代謝と

Halomonas sp.KM-1と比較解析 

 NITE 等のカルチャーコレクションにあるハロモナ

ス菌の代謝分析を行い、Halomonas sp.KM-1と比較

した。本年度は複数の条件で PHA の産生について検

討を行った。ハロモナス菌の菌体内の物質を GC-MS
にて分析し、それぞれの成分について主成分分析で解

析した結果、PHA を著量蓄積する種としない種につ

いて、グループ分けできることが判明した。それぞれ

の寄与が大きい物質などについて検討を進めている。 
［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］微生物、バイオテクノロジー、分析化学、

メタボローム、ハロモナス 

 

［研 究 題 目］嗅覚情報を用いた危険検知用人工の鼻セ

ンサシステムに関する研究 

［研究代表者］佐藤 孝明（健康工学研究部門） 

［研究担当者］佐藤 孝明、川﨑 隆史、廣野 順三 

（併任）（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 匂いは、ヒトや動物の危険察知や生活向上に大きな影

響を与えており、匂いを生物学的に意味付ける嗅覚情報

センシングが可能になれば、危険成分、犯人捜査、体臭

変化からの疾病発症予告、自動食品加工管理などを行う

多様なロボットや嗅覚情報関連機器・技術の開発が実現

されると期待される。本課題では、一千種から数種の嗅

覚受容体を選び、培養細胞センサ化し、嗅覚情報を抽出
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する人工の鼻センサ要素システムを試作する。また、嗅

覚受容体を改変し対象の危険物成分を検知するセンサ開

発を目指す。本年度の進捗は以下の通り。 

1） 培養細胞の人工の鼻センサ化：ヒト人工染色体ベク

ターに嗅覚受容体を含む4種遺伝子を搭載し、培養細

胞に保有させることで嗅覚受容体安定機能発現細胞株

の作製と改良を試みた。1種の嗅覚受容体について本

来の受容細胞同等の感度で応答性を観察することに成

功した。また、受容体と G 蛋白質の相互作用サイト

を1アミノ酸変異体群を用いて解析するための応答デ

ータを収集し、構造モデルでの応答変化の解析を行っ

た。 

2） 受容体信号の feedforward 抑制系および要素情報

形成への寄与の評価：ΔD マウス3匹の3セット目の匂

い検知・識別閾値データを取得し、後半2セットでの

応答再現性が得られていることを確認した。2成分系

の識別データについては、継続して収集する予定であ

る。また、共同研究先で、2成分系でのストレス応答

系と嗅覚神経系の応答の比較を行い、2成分混合時に

以前にバラ臭で見出された2次嗅覚中枢抑制系の応答

減弱を伴わず、ストレス応答系の隣接領野に応答を引

き起こすことで、ストレスを軽減する匂いが1例見出

された。 

3） マウス高感度受容体導入メダカ作成：遺伝子組換え

技術を用いてマウス高感度受容体をメダカに導入する

ために用いることができる神経特異的プロモータの候

補を探索し、その適性を予備実験で評価し、実施対象

を絞り込んだ。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］情報センシング、匂い、生体機能利用、

細胞アレイ、分子認識、感覚センサシス

テム 

 

［研 究 題 目］血中循環がん細胞の検出を目指した細胞

チップデバイスの開発 

［研究代表者］山村  昌平（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山村 昌平、阿部 佳織、八代 聖基、

片岡 正俊（常勤職員3名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

目標： 

 血液中の循環がん細胞（Circulating Tumor Cell, 
CTC）の解析は、新たながん検査として期待されてい

るが、CTC が存在する割合は、血液10ml（白血球：約

5千万個）中に数個から数十個といわれており、既存の

FACS 等では極めて検出は難しい。本研究では、従来法

では不可能であった CTC を高感度、高精度、簡易に検

出するため、1000万個以上の白血球を均一に配置し、抗

体多重染色による高精度検出で、一度に解析可能な超集

積型の細胞チップの開発を目標とする。 

研究計画： 

 微細加工技術であるフォトリソグラフィー技術を用い

て、マイクロアレイチップを作製する。その際に、マイ

クロチャンバーの直径、深さなどの条件検討を行い、マ

イクロアレイに展開できる細胞数の制御を行う。また、

チップの表面処理などを行うことによって、細胞の吸着

性や展開効率の最適化を図る。以上の条件をもとに、白

血球の均一でかつ単一層での配置を目指す。 

年度進捗状況： 

 細胞チップは、ナノリソグラフィー技術である LIGA
プロセスを用いて、直径105µm のマイクロチャンバー

が約2万個集積化されたポリスチレン製マイクロアレイ

チップを作製した。細胞チップの表面は、反応性イオン

エッチング（RIE）装置を用いて親水化処理を行い、チ

ップデザイン、白血球濃度の条件と併せて、白血球の配

置条件の最適化を行った。その結果、1枚のチップ上で、

180万個以上の白血球を均一かつ単一層に配置すること

に成功した。それによって、複数枚の細胞チップを用い

ることにより、100万個から1000万個の白血球に混在す

る少数の CTC の検出も可能であることが示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］細胞チップ、マイクロアレイ、血中循環

がん細胞（CTC）、転移性がん、がん診

断、単一細胞解析、ハイスループットス

クリーニング 

 

［研 究 題 目］抗癌剤の薬効評価のための癌微小環境を

模倣した擬似癌組織の構築 

［研究代表者］山添  泰宗（健康工学研究部門） 

［研究担当者］山添 泰宗、市川 貴士、中西 久嗣 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者らは近年、血清アルブミンを原料として作

製した架橋アルブミンフィルムにより、細胞の接着挙動

を人為的に制御する方法を開発した。本研究は、癌組織

を一度細胞レベルにまで分解した後、同フィルムを利用

して、抗癌剤の薬効評価に適した形に組織を作り変える

技術を構築し、この再構成した擬似癌組織を用いて、

個々の癌患者に適した抗癌剤を投与前に判別できる新規

の薬剤評価法を確立することを目的とする。この目的を

達成するためには、癌組織を構成している各種細胞を抗

体を利用して分離する技術や癌細胞の周囲に間質細胞を

配置する技術を確立することが求められる。本年度の研

究成果の具体的内容は以下の通りである。①固定化した

抗体の安定性や配向は、細胞の分離効率に大きな影響を

及ぼす。そこで、より効率的な細胞分離を実現するため

に、抗体の配向を制御しながら基板上に抗体を安定に固

定化する新規方法の確立に向けた検討を行い最適条件を

見出した。②癌間質線維芽細胞や単核細胞の株化細胞を

モデルとして用い、癌細胞の周囲にこれらの細胞を配置

して、擬似癌組織を構築するための培養デザインの検証
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を行った。さらに、癌細胞のみの場合と癌細胞の周囲に

間質細胞が存在する擬似癌組織の場合とでは、癌細胞の

増殖や抗癌剤の薬効が大きく異なることを明らかにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］アルブミン、擬似組織、癌、細胞分離、

パターニング、薬剤評価、テーラーメー

ド医療 

 

［研 究 題 目］空中駆動可能なナノカーボン・高分子ア

クチュエータの開発と応答メカニズム解

明 

［研究代表者］寺澤  直弘（健康工学研究部門） 

［研究担当者］寺澤  直弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究課題では、これまでの単層カーボンナノチュー

ブ（SWCNT）アクチュエータ素子より、価格、汎用性

の観点から有利であるが、性能面ではるかに劣っている

多層カーボンナノチューブ（MWCNT）またはカーボ

ンブラック（CB）／イオン液体（IL）／ベースポリマ

ー（BP）ゲルアクチュエータの高機能化のために、電

池の特長を電気化学デバイスである、アクチュエータに

適用し、IL、BP、キャパシター機能や応答性能を向上

させる金属酸化物（ルテニウム（Ru）等）及び手法

（ナノカーボンの酸処理等）に注目し、応答速度に優れ、

大きな曲げや発生力を示す等の、SWCNT をはるかに

凌ぐ、優れたアクチュエータ素子を開発する。また電気

化学的手法等を用いて、素子の応答メカニズムを解明し、

タッチパネルや人工筋肉材料等に適用可能な、これまで

の常識を覆す、画期的なアクチュエータの設計指針を示

す。 

 平成24年度においては、MWCNT あるいは CB のみ

のキャパシタンスは SWCNT より小さいが、金属酸化

物の添加やナノカーボン酸処理することにより、

SWCNT をはるかに凌ぐアクチュエータを開発に必要

なキャパシタンスが得られた。さらに、MWCNT or 
CB：IL：ポリマー（PVdF（HFP））系において、キャ

パシター機能や応答性能を向上させる金属酸化物（ルテ

ニウム（Ru）マンガン（Mn））を用いて、高速応答、

大きな曲げや発生力を示す等の、SWCNT を凌ぐ優れ

たアクチュエータ素子を開発し、また、酸処理した

MWCNT を用い、製膜性や応答速度に優れ、大きな曲

げや発生力を示す等の、SWCNT をはるかに凌ぐアク

チュエータ素子を開発した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］高分子アクチュエータ、ナノカーボン、

金属酸化物、電気化学シュミレーション、

人工筋肉 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブを用いた高分子ア

クチュエータの高機能化 

［研究代表者］杉野 卓司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］杉野 卓司、清原 健司、安積 欣志 

（常勤職員3名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究では、カーボンナノチューブとイオン液体およ

び支持高分子からなる電極膜の伸縮現象を利用したアク

チュエータの高機能化を目的として研究を進めている。

今年度は、電極膜中あるいは電解質膜中のイオン液体濃

度を調整することにより、素子中のイオン液体濃度が異

なるアクチュエータ素子を作成し、その変形応答特性を

調べることで変形応答のメカニズムの解明を試みた。こ

れまで、交流電圧を印加することによりアクチュエータ

の変形応答を調べていたが、印加電圧の周波数が遅くな

ってくる（0.1Hz 以下）と、初期的に正極側に屈曲変

形した素子が次第に電圧印加前の原点方向に戻ってくる

現象が見られた。そこで、アクチュエータの電極膜層あ

るいは電解質膜層に含まれるイオン液体の量を調整して

変形応答を詳細に調べた。その結果、電解質膜および電

極膜中のイオン液体量を減らすことにより、変位の戻り

現象が抑制できることが明らかになった。我々が研究し

ているカーボンナノチューブを用いた高分子アクチュエ

ータの変形メカニズムとしては、①ナノチューブを構成

する炭素-炭素結合の伸縮、②イオンが電極中にチャー

ジ（伸）あるいは電極からディスチャージ（縮）するこ

とによるイオンの排除体積効果、③電極中に貯まったイ

オン間の静電反発（いずれも伸）が主な因子であると考

えられ、上記のイオン液体濃度を調整した実験の結果か

ら、特に、アニオンの移動が変位の戻り現象（逆方向へ

の変位）を誘起していることが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］アクチュエータ、ナノチューブ、イオン

液体、メカニズム 

 

［研 究 題 目］多孔質電極の熱力学 

［研究代表者］清原  健司（健康工学研究部門） 

［研究担当者］清原 健司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

多孔質電極は、その細孔径が電解質イオンの径と同程

度まで小さくなると、蓄電量や発生圧力などの熱力学的

物理量が古典的な電気二重層の理論では説明できないよ

うな振る舞いを示すことが、近年明らかになってきた。

この小さい細孔を持つ多孔質電極に特異的な性質は、電

池や電気化学キャパシタの特性を大きく改良すると期待

されるのみならず、全く新しいデバイスの発明へとつな

がる可能性もある。我々は、モンテカルロ・シミュレー

ションを用いてこの小さい細孔を持つ多孔質電極の熱力

学的振る舞いを分子間相互作用のレベルで解析し、多孔

質電極の熱力学を構築して、その産業利用のための理論

的枠組みを与えることを目指している。 

本年度は、一定電圧グランドカノニカルアンサンブル



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(837) 

のモンテカルロ・シミュレーションを用いて、多孔質電

極の蓄電量や圧力などの熱力学的な一般的性質を印加電

圧や細孔径の関数として計算した。電解質にはプリミテ

ィブ･モデルを用い、電極には表面電荷を持つことがで

きる剛体板を組み合わせて用いた。 

 多孔質電極に電圧を印加すると、電極表面に誘起電荷

が蓄えられるとともにその電極の細孔内にカウンターイ

オンが充填されるが、このときコイオンも同時に充填さ

れることや、電圧印加に伴って細孔内には圧力が発生し、

これは正にも負にもなり大きさは大気圧より桁違いに大

きくなりうることなどが明らかになった。また、二成分

の電解質については、印加電圧の大きさによって多く充

填されるイオンの成分が異なることなど、イオンの電極

への選択的吸着が見られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気化学、分子シミュレーション、熱力

学、多孔質電極、イオン 

 

［研 究 題 目］神経活動履歴に伴う受容体輸送制御にお

ける Rab エフェクター分子の役割 

［研究代表者］清末  和之（健康工学研究部門） 

［研究担当者］清末  和之（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 ストレスの多い社会環境が脳神経機能へ与える影響は

多大なものである。その分子基盤を解明するため、動物

細胞を用いた基礎的研究を実施している。 

 シナプスにおける神経伝達受容体の種類・数量は、シ

ナプス伝達の強度のみならず、シナプス可塑性の性質を

決定する要因である。さらに神経活動の履歴が、シナプ

ス強度や可塑性を変化させることが知られている。しか

しながら、その分子機構は未だ未解明である。本研究で

は、「神経活動履歴に伴う受容体の輸送制御は、Rab エ

フェクター分子 Rabatpin-5の活動依存的制御に起因す

る」との仮説をたて、本年度は以下の項目に取り組んだ。 

１．Rabaptin-5は恒常的シナプス可塑性を担う分子で

あるか？また、活動履歴に応じた機能修飾と

Rabaptin-5を検討する。 

 恒常的シナプス可塑性では、神経活動の抑制に対し

て微小シナプス後電流の増加を誘導するが、この増加

が Rabaptin-5を介して GluA1のシナプスへの膜輸送

増加に依存するかを検討した。microRNA をもちい

たノックダウンの結果、有意に GluRA1受容体を含む

AMPA 型受容体の表面発現を抑制した。このことは、

Rabaptin-5が恒常的シナプス可塑性の発現の一因を

担っていることを示している。 

２．神経活動履歴に応じて Rabaptin-5の発現は変化す

るか。 

 メタ可塑性の発現は、神経活動履歴によって変化す

ることが必須である。当該分子がその候補となるかを

検討した結果、神経活動の上昇に伴い減少することを、

さらに、ある特定の領域がその責任部位であるとこと

突き止めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］脳神経、経験に依存した神経機能修飾、

シナプス、受容体 

 

［研 究 題 目］脂質酸化物を標的としたメタボリックシ

ンドロームにおける抗酸化食品因子の機

能評価 

［研究代表者］赤澤 陽子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］赤澤 陽子、吉田 康一、梅野 彩 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 加齢に伴い、多くの人が糖尿病・動脈硬化などを特徴

としたメタボリックシンドロームを発症するが、それら

の疾患の主要原因に肥満が起因するケースがある。肥満

によって肥大化した脂肪組織にはマクロファージ細胞の

浸潤・集積が起こり、炎症性サイトカインの産生や酸化

ストレスが亢進する。本課題では生体内に豊富に存在す

る脂質に注目し、脂質酸化物（特にリノール酸）を生体

内のレドックスバランスを示すパラメーターとして、機

能食品の評価法確立を目的とした。24年度は、一重項酸

素によって特異的に生成する10、12－ヒドロキシリノー

ル酸（HODE）が境界型糖尿病等の早期診断に有効で

ある知見を踏まえ、HODE 異性体による細胞応答解析

と HODE 測定による酸化ストレス評価法構築を行った。 

① HODE の適応応答誘導とそのメカニズム解析 

 培養細胞（HaCaT）への10-および12-HODE を前

処理は、過酸化水素の細胞障害に対して保護効果を示

した。一方、同濃度の9-および13-HODE には保護効

果は認められなかった。また、細胞保護作用が認めら

れた HODE 異性体では、NF-E2 related factor 2
（Nrf2）の核内移行を介した GSH 含量の増加と

HO-1の発現上昇が認められ、抗酸化機能の活性化が

明らかとなった。以上の結果から HODE は異性体種

によって異なる細胞応答を誘導し、その細胞保護作用

には抗酸化能の上昇が寄与していると示唆された（論

文投稿準備中）。 

② HODE 測定による酸化ストレス評価法 

 HODE 異性体はラジカル種によって生成する異性

体が異なる。一重項酸素では9EZ、10ZE、12EZ およ

び13ZE-HODE が生成する一方で、ラジカル酸化で

は9EZ、9EE、13ZE、13EE-HODE が生成する。こ

の知見を利用し、培養細胞中の HODE 生成を測定す

ることで、機能性食品等の抗酸化作用を一重項酸素消

去能とラジカル種消去能に区分して評価できる測定系

構築へと発展した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］メタボリックシンドローム、脂質酸化、

機能性食品 
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［研 究 題 目］プラズモン増強効果を示す量子ドット分

散微小球のゾル－ゲル法を駆使した作製

と評価 

［研究代表者］村瀬  至生（健康工学研究部門） 

［研究担当者］村瀬 至生、安藤 昌儀、鎌田 賢司、

細川 千絵、川崎 一則、伊藤 民武、

澤井 俊博（常勤職員6名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 今までの高発光効率量子ドット分散ガラス微粒子作製

技術を生かして、金属ナノ粒子を一定の厚みのガラス層

で覆い、その周りに量子ドットを配置することで、プラ

ズモン共鳴により大きな蛍光増強効果を得ようとしてい

る。 

 作り易さ及び安定性から、まずは金ナノ粒子を選択し、

その周りを均一なガラス層で覆うことを目指した。 

 水分散性の金ナノ粒子をエタノール中に分散させ、さ

らにアルコキシド（テトラエトキシシラン、ゾル‐ゲル

反応の原料）およびアンモニアを添加、撹拌して反応さ

せた。 

 この方法では、金ナノ粒子表面のクエン酸を、加水分

解したアルコキシドで直接に置換する。類似の方法は金

および銀のナノ粒子のガラスコートで報告されていたが、

粒径が50nm 程度と比較的大きなものに限られていた。

より強い蛍光増強効果が期待できる小さい粒径（10nm
程度）で、系統的に実験条件を確かめた文献は見当たら

なかった。試行錯誤の後、コーティングには、金ナノ粒

子作製時にできる副生成物濃度が大きくかかわっている

ことがわかった。精製によりこの副生成物の濃度を数百

分の1程度に減らしたときに、金ナノ粒子の凝集が防が

れ均一なガラス層で覆われることがわかった。さらに精

製しすぎるとガラス層が形成されにくく、また再現性が

低下した。 

 量子ドット作製では、各種の CdSe 系（Te の添加量

などを変えたもの）を作製した。また、プラズモン共鳴

による蛍光増強の理論の論文を調査し、特定のモデルに

基づく計算を Mathematica を用いて行い、最適条件を

得るための考察を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］金、ナノ粒子、量子ドット、ガラス、プ

ラズモン共鳴、蛍光、増強 

 

［研 究 題 目］脳磁界計測を用いた音環境の動的評価メ

カニズムの解明に関する研究 

［研究代表者］添田 喜治（健康工学研究部門） 

［研究担当者］添田 喜治、金 容熙 

（常勤職員1名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

本研究は、音環境評価の基本となる音の質的要素の時

間変化とヒトの脳磁界反応の関係を調べ、動的音環境評

価メカニズムを明らかにすることを目的とする。本年度

は、音の質的要素の変化が心理的不快感に及ぼす影響の

調査、脳磁界計測を用いた最適サイン音設計手法の検討

を行った。 

鉄道駅構内・車内は、多くの人々が長時間利用する場

所であるが、その音響特性はあまり調査されていない。

これまでの研究代表者らの研究で、騒音レベルに加えて、

騒音を自己相関・相互相関関数で解析することにより得

られる、ピッチの明瞭性、両耳間相互相関度、スペクト

ル重心などの指標を用いて、鉄道駅構内・車内音環境の

定量化を行った。本年度は、それらの質的要素が心理的

な不快感に及ぼす影響を明らかにするため、鉄道駅構

内・車内音環境に対する心理的不快感が相関関数解析に

よりえられる指標により予測できないか検証した。その

結果、不快感は、騒音レベル、ピッチ明瞭度、両耳間相

互相関度、スペクトル重心により高精度で予測できるこ

とを明らかにした。 

駅の改札口や階段の場所を音で案内する「サイン音」

は、視覚障害者にとって危険物からの逃避や目的場所へ

の移動のために重要である。しかし、実際には視覚障害

者の4割強がサイン音を利用しにくいと報告している。

本研究では、脳活動からわかりやすいサイン音の推定を

目指し、鉄道駅構内音環境をシミュレートした環境下で、

8種類のサイン音（鳥の鳴き声）聴取時の脳磁界活動を

解析した。カッコーの鳴き声を聞いている時に N1m 活

動強度が最大となったことから、カッコーが利用しやす

いサイン音の有力候補であることを示した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］脳磁界計測、音質、相関、不快感、サイ

ン音 

 

［研 究 題 目］色覚バリアフリー照明の設計に関するシ

ミュレーションの研究 

［研究代表者］田村 繁治（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田村 繁治（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

目標： 

 人間は外部情報の8割を視覚で得ており、日本人の300

万人が色覚障害者であることを鑑み、安全・安心な社会

生活を営む上で必要な正しい色情報を認識することを可

能とするための（健常者と同じ配色パターンを認識・共

有）ツールとして色覚バリアフリー照明のスペクトルの

開発を行う。被験者実験は行わず、機器の利用、シミュ

レーションで遂行することを特徴とする。 

結果： 

 専用の光学実験台を試作すると共に、分光スペクトル

測定器を購入し、実験の高度化を図り、以下の結果を得

た。なお、得られたデータは研究代表者によるものであ

る。 

(1) 製品化されている既存の LED のスペクトルを合

成・生成することで、石原式検査式表（国際版38表）
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をシミュレータを介して観察した場合に、正答率が

80%となる分光スペクトルを見出した。これは前年度

（2011）に見出したスペクトルでの正答率50%を大幅

に上回る数値である。 

(2) 3種類以上の色を利用する配色パターンを対象にす

る目標に対しては、テストの WEB 版を作成し、

Vischeck（WEB 上で公開）でシミュレーションし、

色覚障害者（Ⅱ型）の見え方を調べた結果、連続的に

色相が変化するように15個のチップを並べる方式のテ

ストに対しても「誤り、欠落」が無く、今回提案した

色覚バリアフリー照明は有効であった。 

以上より、開発した色覚バリアフリー照明は、赤色と

緑色の識別に加えて、連続して変化する色相の識別に対

しても有効であることが判明した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］色覚障害、色覚バリアフリー、照明スペ

クトル、バリアフリー照明 
 

［研 究 題 目］光トラップ場の時空間構造の動的制御に

よる3次元マイクロ操作の研究 

［研究代表者］田中  芳夫（健康工学研究部門） 

［研究担当者］田中 芳夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、光ピンセットを拡張した概念である光ト

ラップ場の制御による非接触3次元マイクロ操作技術の

確立のために、光トラップ場の時空間構造をパソコンで

精密に実時間制御できる光学系を開発し、高度自動化技

術と統合・融合化することで、多様な物質を3次元マイ

クロ操作できる基盤技術を開発することを目的としてい

る。本年度得られた主な成果は以下のとおりである。 

(1) ハイブリッド光ピンセット光学系の試作： 

 空間光変調器によって面単位の大域的光トラップ場

を生成・制御できる一般化位相コントラスト光学系と、

2軸ミラーによる XY 走査と電気式焦点可変レンズに

よる Z 軸走査により3次元空間内で線分単位の局所的

光トラップ場を高精度・高速に制御できる3D 走査光

学系の、2方式の光トラップ場制御系が1台のレーザ源

で併用できるハイブリッド光ピンセット光学系を設計

し、YAG 反射防止コーティングレンズ等を組み込む

ことで試作光学系を最適化した。 

(2) 試作システムの基本性能評価： 

 2軸ミラーによる XY 走査と焦点可変レンズによる

Z 軸走査を同期して時分割走査（3D-T3S）すること

で、3次元作業空間内に孤立点型光トラップ場を複数

個同時に生成・高精度制御することができた。この

3D-T3S 法を用いて、8個程度までのマイクロビーズ

を各々独立して、時間 t の関数によって明示された3

次元軌道上で位置制御できること、6面体の頂点位置

に配置されたビーズを XYZ の3軸周りに回転角度制

御できることなどを実証した。これら成果を掲載した

論文（Journal of Optics）は Featured Article に選

定され、その有用性が高く評価された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］光学顕微鏡、マイクロ・ナノデバイス、

マイクロマニピュレーション、細胞操作、

微粒子アレイ 

 

［研 究 題 目］カーボンナノチューブを利用した生体内

発電素子の開発 

［研究代表者］都 英次郎（健康工学研究部門） 

［研究担当者］都 英次郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 心臓ペースメーカーをはじめさまざまな体内埋め込み

型医療機器の需要が世界中で高まっている。また、健康

状態などを常時モニタリングできる生体貼り付け型のウ

エアラブルデバイスに注目が集まっている。しかし、こ

のような機器を持続的に駆動させるための安定した電力

供給システムが問題となっている。本研究では、生体内

に埋め込まれたデバイスなどへの新しい遠隔式電力供

給・充電技術として生体透過性の高い近赤外レーザー光

により容易に発熱するカーボンナノチューブ（CNT）
の特性（光発熱特性）を、温度差によって発電する熱電

変換素子に組み入れることで、生体内で機能する新しい

発電技術の開発に取り組んだ。 

 本年度は、前年度までに構築した光熱発電素子の発電

効果をさらに向上させるために、CNT 表面化学修飾法

を改良することで生体適合性ポリマー［シリコーン樹

脂：ポリジメチルシロキサン（PDMS）］中への CNT
の高濃度分散化を試みた。また、作製した光熱発電素子

への光照射システムを改良を行った。これらの結果、前

年度までに作製した素子に比較して発電効果が約5倍向

上することが明らかとなった。また、改良した光熱発電

素子をラット体内に埋め込み、生体適合性評価を行った

ところ、血液学的ならびに解剖学的手法のいずれにおい

ても、従来型発電素子と同様、生体毒性が低いことが分

かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］ナノチューブ、光、発電 

 

［研 究 題 目］因果推論が多感覚統合プロセスに及ぼす

影響の検討 

［研究代表者］梅村  浩之（健康工学研究部門） 

［研究担当者］梅村  浩之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では二つの事象の生起における因果関係を推測

する過程（因果推論）が外界の知覚に与える影響につい

て，実験的に検討を行い、知覚内容がこのような因果推

論によって変容するか、及び知覚システムが複数の事象

を関連づける、またはそれぞれを独立とするプロセスが

どのような要因によって影響を受けるかを明らかにする。 
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 平成24年度はこの検討のための実験環境の構築と実験

プロトコルの策定などを行った。本研究では予備検討に

おいて因果関係の成立が知覚に影響を及ぼすらしいこと

を観察してきた。この予備検討における実験環境下では、

力覚提示装置を通して物体を押し込む行為を行うと、別

の位置における物体の視覚的奥行の変化が膨らむ方向へ

シフトするという、空気ポンプのような現象が観察され

た。だが、この予備環境はそもそも別の実験のために構

築されたものであったため、その影響をより観察しやす

い状況の構築や、その一般性について検討する必要があ

った。 

そこで、奥行き視覚情報（両眼立体視や単眼立体視手

がかりによる）の信頼性を調整することにより、この現

象の観察しやすい条件の探索を行った。その結果、今回

の因果関係の影響は情報の信頼性の影響を受けやすく、

定常的に観察できるほどのロバスト性はなかった。また、

この他にも異なる行為によって生起する因果関係（例：

息の吹きかけ）などの影響についても予備的検討を行っ

ている。 

 これらの結果は、人間の他感覚情報統合過程における

基礎的な知見を与え、マルチモーダルな情報の提示など

に示唆を与えるものである。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］認知科学、バーチャルリアリティ、脳科

学 

 

［研 究 題 目］精製リプログラミング因子による piPS 
細胞樹立効率化 

［研究代表者］萩原 義久（健康工学研究部門） 

［研究担当者］萩原 義久、中島 芳浩、西尾 敬子 

（常勤職員2名、他1名）  

［研 究 内 容］ 

 ハチ毒由来ペプチドであるメリチンによって実際に生

体物質が細胞質-核移行を促進するか否かを精査した。

メリチンは26アミノ酸よりなるペプチドであるが、塩基

性アミノ酸の反発により中性付近ではランダムコイル状

になっている。この状態は生体膜と相互作用し、その構

造を撹乱する。そこでまず作製した天然型、及び変異ペ

プチドの培養細胞毒性の pH 依存性を調べた。天然型メ

リチンは弱酸性で顕著に細胞毒性が増加すること、変異

メリチンでは pH6-9の範囲では細胞毒性が変化しない

ことを見出した。天然型及び変異メリチンについて生体

物質の細胞質ー核移行効果を調べるために、ペプチド存

在下で蛍光蛋白質をコードしたプラスミドの培養細胞へ

の形質転換を行った。その結果、ペプチドを添加するこ

とによる形質導入／形質転換効率の上昇はいづれの条件

においても観察されなかった。また、大腸菌における形

質転換への添加効果についても評価を実施したが添加効

果は観 察されなかった。この原因を探るために、溶血

活性の測定を pH5、pH7を行った。その結果、全ての

ペプチドが溶血活性を示し、これらペプチドは生体膜の

撹乱効果を有することが明らかとなった。これらのこと

から膜の撹乱効果を維持したまま、ヒスチジンによって

ペプチドのヘリックス－コイル転移の pH 依存性、及び

細胞毒性を制御できることが明らかとなったが、生体物

質を効率的に核移行させるためには、生体物質とメリチ

ンを同時に取り込ませる等のさらなる改良が必要である

ことが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］蛋白質細胞導入、メリチン、発光モニタ

ー、iPS 細胞、リプログラミング因子 

 

［研 究 題 目］抗マラリア薬スクリーニングを見据えた

迅速マラリア原虫検出手法の開発 

［研究代表者］八代 聖基（健康工学研究部門） 

［研究担当者］八代 聖基、片岡 正敏、山村 昌平、

阿部 香織、橋本 芳子、 

メイ モウテツ（常勤職員3名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 マラリア原虫はヒトの赤血球に寄生を繰り返し、年間

感染者数3億人以上うち200万人以上が死亡している人類

史上最も重篤な寄生虫感染病である。感染症マラリアの

深刻な問題として抗マラリア薬に対する薬剤耐性マラリ

ア原虫の出現や、地球規模の温暖化・交通手段の発達に

よるグローバル化によって感染者数の増加・感染地域の

拡大が上げられる。このような背景のなか WHO など

の国際機関ではマラリア撲滅指針の一つに「早期発見お

よび適切な早期治療」を掲げている。近年、予防・治療

分野では薬剤を塗布した蚊帳による感染予防は大きな成

果を上げ、また生薬をベースとした抗マラリア薬の開発

は実を結びつつある。しかし診断法に関しては、イムノ

クロマト法や PCR 法が開発されてはいるものの、検出

感度や検出時間などの面から今だ100年以上前に確立さ

れたギムザ染色による顕微鏡下での観察診断が主流とさ

れている。そのため特に感染初期段階での診断に多大な

時間と労力を必要とし、早期発見とその先に続く治療の

大きな妨げとなっている。そのため感染症マラリア撲滅

にはギムザ染色法に代わる感染初期に感染の有無を見極

める事のできる迅速な診断手法の開発が急務と考えられ

る。そこで申請者は小胞輸送関連タンパク質を標的とし

たマラリア特異的抗体と、大量の血球細胞を一定数ずつ

正確に並べる（整列させる）事ができる細胞チップと名

付けた微細加工プラスチック基盤を用いることで、大量

（数百万個）の血球細胞の中からたった一個のマラリア

感染赤血球を見つけ出すことを可能とする簡便かつ迅速

なマラリア診断手法を確立しようと考えた。今年度は昨

年度より作成をしている300万個を一度に並べることが

可能な細胞チップと、DNA マイクロアレイスキャナー

もしくは細胞チップ検出に合わせた、新規スキャナーを

使ってマラリアの検出の原理をほぼ構築することができ



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(841) 

た。さらに、マラリア患者サンプルを使った原理検証を

進めることを目的として、マラリア患者サンプルを用い

た実験遂行のためのネットワークを構築することができ

た。来年度以降このネットワークを使い患者サンプルを

用いての原理検証を行おうと考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マラリア原虫、細胞チップ、薬剤スクリ

ーニング 

 

［研 究 題 目］マウス及びヒト iPS 細胞を用いた神経

分化誘導での神経栄養因子 BDNF の機

能解析 

［研究代表者］北畠 真子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］北畠 真子（常勤職員1名）  

［研 究 内 容］ 

 iPS 細胞技術の開発によって、遺伝病の患者の神経分

化にどのような異常がでるかを観察したり、特定の薬剤

の効果や副作用を安全に検証したりできる可能性が現実

のものとなりつつある。これらの目的を達成するために

iPS 細胞からの各種細胞への分化誘導は現在大いに研究

が進められている分野である。ただ iPS 細胞の分化は

大変不安定なため神経細胞への分化誘導効率は現在一般

的に行われている方法では30%程度と振るわず、効率的

な分化誘導方法が模索されている。分化の指標としては

神経細胞単体としてのシグナル伝達機能のみならず神経

回路としてもしっかり機能するかどうかをみる評価系を

用いる。本研究ではこの評価系をマウス iPS 細胞から

分化誘導した神経細胞に用いて in vitro で構築された

iPS 細胞由来の神経回路に応用し、これらの細胞が確か

に神経回路として機能していることを確かめることを目

標としている。神経細胞はどこからも入力がなくても単

独で自発的に発火して活動電位を生ずるが、神経回路が

形成され多点電極上のすべての電極においてこの自発的

発火が同期して行われていることが観察された。また神

経栄養因子 BDNF の発現量が神経分化により昂進する

ことがわかった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］神経細胞、BDNF、分化 

 

［研 究 題 目］オンサイト遺伝子迅速検知用集積化マイ

クロチップの開発 

［研究代表者］渕脇  雄介（健康工学研究部門） 

［研究担当者］渕脇 雄介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ポリメラーゼ連鎖反応（PCR）から検知までをフィ

ールドオンチップに完了するマイクロチップを構築する

ため、検知感度、正確性、操作性の課題の解決にあった。

そこで、マイクロ流路の非特異吸着の抑制のため、ブロ

ッキング剤を予め流路にプレコーティングする方法が検

知感度の向上に有効であることが分かった。しかし、ブ

ロッキング処理がないときに比べ流体の流れを制御する

事が困難になってしまい、正確性の向上と操作性の向上

に対して問題が発生した。又、90℃以上まで昇温する熱

変性領域では、ブロッキング剤の安定性にも問題が認め

られた。 

 そこで、2つの方法で改善を行った。一つは90℃以上

でも耐性を有する親水性ポリマーで化学結合によるコー

ティング処理を行い非特異吸着の抑制を行った。二つ目

は、PCR を行う4つの領域（アニーリング反応、伸長反

応、熱変性反応、冷却）において、流体の界面張力が流

動速度の遅延/促進の制御を容易にするよう検討した。 

 その結果、非特異吸着が大きく抑制され、流路サイク

ル毎の流動速度のバラつきも低減できる事がわかった。

これにより当該年度の目的であった、検知感度の向上、

正確性の向上、操作性の向上に成功した。 

 又、これに留まらず、PCR によって増幅した遺伝子

を簡便かつ正確に測定するため、流体から測定に必要な

量だけを自動的に分取する機構を新たに発明した。本技

術の発明により、オンチップでの遺伝子迅速検知の実用

化に向けた自動化を達成するためのコア技術をクリアし

たと考えられ、従来技術に比べて大きく進展した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］マイクロチップ、PCR、マイクロ流路、

非特異吸着、遺伝子、親水性ポリマー、

オンチップ 

 

［研 究 題 目］細胞操作技術を目指したケージドペプチ

ドの合成 

［研究代表者］達 吉郎（健康工学研究部門） 

［研究担当者］達 吉郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ケージドペプチドは、光解離性保護基を生理活性ペプ

チドに導入したペプチド誘導体であり、生理活性が遮蔽

されている状態にあるが、紫外光照射により、保護基を

脱離させ、活性な構造のペプチドを生成することができ

る。光で生理活性ペプチドの濃度を瞬間的に任意の部位

で上昇させることができることから、神経伝達や細胞内

情報伝達のような速く且つ部位特異的な生命現象の解明

に有用と期待されている。ペプチドへ光解離性保護基が

導入できる部位は、親水性アミノ酸の側鎖、両末端、ア

ミド、に限られる。これまでの構造生物学的な知見から

は、ペプチドとその相手蛋白質（レセプターや酵素等）

との相互作用は、側鎖や主鎖アミドが関与しているもの

が多く知られており、これらの部位への「汎用な導入法

の確立」が望まれる。これまでの研究から、アスパラギ

ン酸やグルタミン酸側鎖のカルボン酸は、ニトロベンジ

ルアルコールのエステルとして保護することができるが、

エステルは分解しやすいことが分かっている。そこで、

二級アルコール構造の光解離性保護基の検討を行った。

2－ロベンジル基（NB）と4,5－ジメトキシ2－ニトロ
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フェニルエチル基（DMNPE）をアスパラギン酸の側鎖

に導入し、分解特性を比較したところ、両者ともトリフ

ルオロ酢酸には耐性があったが、ピペリジンでは NB
基速やかに分解された。一方、光分解特性は、DMNPE
基はより速やかに分解することを見出した。この知見を

もとに、アスパラギン酸の側鎖に DMNPE 基を持つケ

ージドペプチド（AIP、アンジオテンシン、RGD ペプ

チド）の合成に成功した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ケージド化合物、ペプチド 

 

［研 究 題 目］精神疲労の客観的評価手法の確立と精神

的健康の増進 

［研究代表者］七里 元督（健康工学研究部門） 

［研究担当者］七里 元督（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究計画の3年目である24年度には、初年度で見出

した精神的ストレス負荷時に脂質酸化生成物が生成され

るメカニズムについての解析を行った。特に活性酸素に

よる非特異的酸化に依存しない酵素的酸化によって生成

される脂質酸化生成物の変動を認めていたため、脂質酸

化酵素の関与の検証を行った。脂質酸化酵素の欠損した

マウスに対して精神的ストレスを負荷し、脂質酸化生成

物の測定を行ったところ、野生型マウスで認められてい

た、ストレスに伴う脂質酸化物の増加が認められなかっ

た。この結果より、ストレスに伴う脂質酸化生成物の産

生亢進には脂質酸化酵素が関与していることが明らかと

なった。また、この脂質酸化酵素の活性化機序に関する

解析を行ったところ、ストレス負荷によって、腹腔マク

ロファージの細胞質に多くが存在していた脂質酸化酵素

が細胞膜に局在移行することが確認された。この脂質酸

化酵素の細胞内局在変化がストレスによる脂質酸化生成

物の産生亢進の引き金になっていることが明らかとなっ

た。以上の結果にて特許出願を行った（特願2013-

81500）。 

 また、ヒトに終夜のデスクワーク作業負荷を行った際

の血液中脂質酸化生成物および抗酸化物質の測定を行い、

終夜のデスクワーク負荷に伴って、抗酸化物質トコフェ

ロール、コエンザイム Q の減少とトコフェロール酸化

物の増加及びコレステロール由来脂質酸化物の増加を認

めた。このヒト疲労負荷実験の結果を論文作成し、投稿

している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］精神疲労、脂質酸化生成物 

 

［研 究 題 目］レーザによる任意組織における発癌モデ

ル開発 

［研究代表者］弓場 俊輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、出口 友則、川﨑 隆史、

上﨑 頼子、靜間 和子 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者が世界で唯一の新技術として開発に成功し

た赤外レーザ誘起遺伝子発現操作（IR-LEGO）法を、

メダカに適用し、任意組織における発癌を誘起するもの

である。これにより、細胞レベルの空間分解能をもった

生体イメージングから発癌メカニズムの研究のみならず、

抗癌剤等の候補物質のスクリーニングにも寄与する発癌

モデルの開発を目指した。一方、発癌過程や固形癌にお

ける脈管新生・転移過程等の解析を目的として、蛍光タ

ンパク質遺伝子の導入によって血管・リンパ管を可視化

した系統も同時に作製し、発癌モデル系統との交配系統

作製も目指した。まず、レーザ照射の標的細胞を可視化

するために、組織構成細胞に蛍光タンパク質遺伝子を発

現するトランスジェニック（TG）メダカの樹立を目指

した。その結果、膵臓細胞を可視化したトランスジェニ

ック（TG）メダカと、がん組織への血管浸潤を観察す

るため、血管可視化 TG 系統も作出した。また、レーザ

により発癌させる TG 系統に関しては、ヒートショック

で組み換え酵素 Cre を発現する系統は他の研究機関か

ら入手予定で、Cre の発現によって、構成的プロモータ

ー制御下で癌遺伝子が誘導される TG 系統も作製中であ

る。  

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］癌、病理学、顕微鏡システム、創薬スク

リーニング 

 

［研 究 題 目］生活習慣病の早期診断を目的とした新規

バイオマーカーの生理的意義解明 

［研究代表者］吉田 康一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］吉田 康一、七里 元督、赤澤 陽子、

梅野 彩（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においてバイオマーカーとして提案している脂

質酸化生成物（ヒドロキシコレステロールおよびヒドロ

キシリノール酸）は、疫学的研究のもと生活習慣病など

の早期診断に有望であると考えているが、これら生成物

の生理的意義は未だ解明されていない。これらが原因物

質かそれとも結果の反映であるのかを解明し、疾患の早

期診断における実用性をより明確に示すことを目標とし

ている。24年度は以下の知見が得られた。 

① ヒドロキシリノール酸の細胞応答メカニズム解明 

 ヒト表皮細胞（HaCaT）を用いて HODE 異性体に

よる細胞応答について検討を行った。細胞保護作用は、

HODE 添加後に過酸化水素で酸化ストレスを負荷し、

その後の生細胞数を MTT 法により計測した。細胞応

答は、DNA アレイ解析および抗酸化システムの変化

としてグルタチオン（GSH）含量やヘムオキシゲナ

ーゼ1（HO-1）等の発現レベルの測定を、RT-PCR
法やウエスタンブロット法を用いた解析を行った。過
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酸化水素により誘導される細胞死に対して、HODE
の前処理により細胞保護効果が認められ、その効果は

異性体種によって異なった。また、細胞保護作用が認

められた HODE 異性体では、NF-E2 related factor 
2（Nrf2）の核内移行を介した GSH 含量の増加と

HO-1の発現上昇が認められ、抗酸化機能の活性化が

明らかとなった。以上の結果から HODE は異性体種

によって異なる細胞応答を誘導し、その細胞保護作用

には抗酸化能の上昇が寄与していると示唆された。こ

の研究成果を論文投稿準備中である。 

② ヒト試験による有用性検証 

 健常者に対して糖負荷試験を実施し、ヒドロキシリ

ノール酸の異性体の中でも、一重項酸素によって特異

的に生成する10、12－HODE が境界型糖尿病等の早

期診断に有効である見通しを得た。論文として報告す

るとともに、細胞実験、動物実験によってより詳細な

メカニズム解明研究へと展開した。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］生活習慣病、バイオマーカー、脂質酸化

物、早期診断 

 

［研 究 題 目］酸化ストレスによって惹起される体内時

計の乱れと睡眠障害発症過程の解明 

［研究代表者］吉田 康一（健康工学研究部門） 

［研究担当者］吉田 康一、七里 元督、宮崎 歴、 

冨田 辰之介、梅野 彩、石田 規子 

（常勤職員4名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 今年度は大きくわけて3つの研究成果を得た。 

(1) 睡眠障害モデルマウスにおける酸化ストレスマーカ

ーHODE の血中濃度 

 睡眠障害モデルマウスとコントロールマウスでの血

液中 HODE の日内濃度変化を比較した。予想と反し、

ストレス性睡眠障害モデルではコントロールマウスよ

りも血液中 HODE 濃度の低下が認められた。さらに、

本実験でのいずれの HODE 濃度も一般ケージでの飼

育と比べて数倍高い値であった。これはストレス性睡

眠障害モデルマウスの実験のマウスは回転輪付きのケ

ージにて飼養しており、コントロールマウスでは睡眠

障害モデルマウスよりも行動量が低下することから、

HODE 濃度の違いは運動量の違いを反映しているた

めではないかと考えた。このことは、HODE を運動

ストレスの評価として用いる事が出来る可能性を示唆

している。 

(2) 栄養成分による血中 HODE 量の変化への影響 

 昨年度、摂食により HODE の血液中濃度に日内リ

ズムがある事を明らかにした。そこで、各種栄養成分

による HODE 濃度変化を観察した所、糖、アミノ酸

のいずれの単独投与でも上昇は認められなかった。さ

らに栄養成分の与え方などにより HODE 量上昇のメ

カニズムを調べる必要がある。 

(3) 培養細胞によるサーカディアンリズム形成に及ぼす

酸化ストレス反応の影響 

 Per2遺伝子の下流にルシフェラーゼ遺伝子を導入

したマウス繊維芽細胞を用いて、酸化ストレスが体内

時計に及ぼす影響について評価した。細胞をルシフェ

リン入培地で培養する時に、培養細胞に酸化ストレス

を与えるために汎用される過酸化水素水を添加して生

物発光をリアルタイムで観察した。その結果、過酸化

水素水の添加により、従来示すサーカディアンリズム

が逆位相で観察され、酸化ストレスが体内時計リズム

発振に影響することが予想された。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］酸化ストレス、リズム障害、睡眠、時計

遺伝子 

 

［研 究 題 目］行動生理計測に基づく抑うつ状態評価改

善技術の開発 

［研究代表者］吉野  公三（健康工学研究部門） 

［研究担当者］吉野  公三、二谷  博美 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

鬱病はある程度まで重症化した場合には再発率の高い

病であるため、体の病と同様に、前兆検知や早期発見は

非常に重要である。これまでにこれを可能にする確立さ

れた方法はない。本研究は比較的健康な状態から鬱病を

発症するに至る過程のおける行動・生理・心理それぞれ

のパターンの遷移プロセスを明らかにすることを目的と

する。このプロセスが明らかになれば、鬱病の前兆検知

や早期発見に対する可能性が出てくる。今年度は対照群

となる健常な家族4名を対象とした3ヶ月間にわたる実験

住宅内滞在実験を行った。被験者の3ヶ月間にわたる住

宅内の生活行動パターンを、住宅内に設置した焦電型人

感センサ、家電機器や家具に設置したセンサなどを用い

て測定した。さらに、被験者は携帯型心拍変動・身体加

速度計を装着して生活した。その計測データを用いて、

生活中の自律神経系活動バランスと睡眠覚醒リズム、生

活活動度の変動パターンを数量化した。さらに、被験者

は心理状態評価質問紙に回答し、そのデータを用いて心

理状態の変動を記録した。以上のデータを基に健常者の

長期間にわたる日常生活中の行動・生理・心理パターン

に関するデータを蓄積することができ、平成25年度に実

施する抑うつ傾向の強い被験者のパターンと比較するた

めに利用する。また、本実験により、実験の安全性を確

認することができ、それを基に人間工学実験倫理委員会

に申請した結果、抑うつ傾向の強い被験者を対象に本実

験を実施することに対する承認を得ることができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］行動、心拍、自律神経、抑うつ、住宅、

気分、人間、日常生活 
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［研 究 題 目］ダウン症モデルＴs65Dn マウス中枢神

経障害発症機序に関わる酸化修飾蛋白質

の探索 

［研究代表者］七里  元督（健康工学研究部門） 

［研究担当者］七里 元督（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究ではダウン症モデルマウスを用いて、ダウン症

やアルツハイマー病の脳内で蓄積される酸化修飾蛋白を

探索することを目的としている。本研究計画の初年度の

平成24年度はダウン症モデルマウス Ts65Dn マウスとコ

ントロールマウス（B6EiC3マウス）を繁殖、交配、飼

育した。すでに確立している real-time PCR 法を用い

て染色体型の判別を行い、Ts65Dn マウスおよびコント

ロールマウスをそれぞれ2匹を選出した。選出した4匹の

マウスを用いて3D マッピング用の頭部（脳）MRI 撮影

を外部発注にて行い、画像を取得した。その結果、

Ts65Dn マウスではコントロールマウスに比較して、両

側の海馬容積が小さく MRI 上 high intensity であり、

さらに側脳室が全体的に拡大しているという所見が得ら

れた。また、イメージングマススペクトル画像との合成、

マッピングを目的とした3D 画像の作成も完了した。 

 MRI 撮影後に2日間の安静期間を置いたのち、生理食

塩水の経心臓還流後に脳組織を摘出し迅速に液体窒素で

組織を凍結した。凍結した脳組織を研究分担者の大阪医

科大学臨床検査学教室に輸送し、凍結切片を作成し、イ

メージングマススペクトル分析装置による解析を開始し

た。また、本マウスより血漿、赤血球、肝臓、脾臓など

も摘出し凍結保存している。 

［分 野 名］ライフサイエンス  

［キーワード］ダウン症、酸化修飾蛋白質、酸化ストレ

ス 

 

［研 究 題 目］アディポカイン迅速測定用マイクロチッ

プの開発と糖尿病早期診断への応用 

［研究代表者］片岡 正俊（健康工学研究部門） 

［研究担当者］片岡 正俊、阿部 佳織、橋本 芳子 

（常勤職員1名、他2名）  

［研 究 内 容］ 

 我々は既に pl 単位の極微量の液滴を幅300µm、深さ

100µm のマイクロ流路表面の任意部分に吐出・固定が

可能な微細化インクジェットを用いて、抗体溶液をマイ

クロ流路上に一次抗体として固定化することで、マイク

ロ空間でのサンドイッチ ELISA 系の構築を行い血中の

各種バイオマーカーの定量検出系の構築を行っている。 

 肥満を基盤とした末梢組織でのインスリン抵抗性を示

す2型糖尿病患者は、患者とその予備軍（境界型糖尿病）

の数は2千万人を超えており、重篤な合併症と高額な医

療費から個人の QOL の低下と社会的な経済的負担が問

題となっている。そこで境界型糖尿病患者に着目して、

インスリン抵抗性を規定する TNF-αなど6種類のアデ

ィポカインの血中動態を、系時的・網羅的に定量解析す

ることで糖代謝能の頑健性の測定・解析を行い、境界型

から糖尿病への移行を診断する糖尿病超早期診断法の確

立を目指している。この目的を可能にするため、微細加

工技術を用いたマイクロ空間での、迅速・省サンプルで

定量性を有する血中アディポカイン測定用マイクロチッ

プの開発を行った。 

平成24年度は、この微細化インクジェット法を用いて、

TNF-α、IL-6、アディポネクチンの各種アディポカイ

ンを対象にして既存96穴 ELISA 法と同等の正確性と再

現性を確保し、さらに全測定時間が30分と迅速かつ血液

量や試薬量が既存法の数百分の1程度と省サンプルなマ

イクロチップ基板上で定量検出が可能な免疫検出系を構

築した。特に TNF-αおよび IL-6については、臨床的

基準値である1pg/ml の検出限界を確保しつつ同一基板

上に複数のマイクロ流路を形成することで、一枚のマイ

クロチップ基盤でマルチ検出が可能な定量検出系を確立

し論文化している。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］サンドイッチ ELISA 法、マイクロ化学

チップ、糖尿病、アディポカイン 

 

［研 究 題 目］蝸牛遅延を考慮した聴覚末梢系情報処理

メカニズム解明及び情報処理技術への応

用 

［研究代表者］饗庭 絵里子（健康工学研究部門） 

［研究担当者］饗庭 絵里子、中川 誠司、津崎 実、

長田 典子（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、蝸牛遅延特性を活用し、蝸牛から脳

幹に至るまでの聴覚末梢系における情報処理メカニズム

の全体像明らかにすることである。蝸牛遅延とは、蝸牛

基底膜の物理的な固さが、鼓膜側から蝸牛頂側にいくに

つれて次第に柔らかくなることから、その固さに応じて

よりよく共振する周波数が異なり、低音域に情報処理の

遅れが生じる現象のことである。本成果は、将来的に、

工場など重機が作動する際に発せられる警報音について、

音圧レベルを抑えたままでも検出可能な音に加工する技

術へとつながり、労働者の難聴リスクを低減することに

役立てられる。 

 本年度は、ヒトの聴覚が音のオンセットの同時性を知

覚する際の精度を推定する実験を実施した。その結果、

聴覚システムは低音域の遅延に対してのみ同時性の知覚

精度が低いことが再確認され、その高音域に対する遅延

が約40ms であったしても、約10ms の遅延との区別が

つきにくいことが明らかになった。 

これに加え、音のオンセットの同時性の知覚精度推定

に対する日常的な聴取訓練の影響も観察した。その結果、

楽器演奏などに伴う日常的な注意深い聴取訓練が、同時

生判断の精度の向上を向上させることが明らかになった。
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さらに、蝸牛遅延による時間的な情報の崩れの処理に関

わるようなシステムとは別の段階で生じている可能性が

示唆された。 

また、企業からの依頼を受け、どのような音響特性を

もつ音がホワイトノイズから検出しやすいかについて聴

取実験を実施した。その結果、先行研究において分離し

やすい音であることが示されていた蝸牛遅延を増長する

ようなパルスで生成した警報音が、最もホワイトノイズ

から検出されやすいことが明らかになった。  

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］聴覚、蝸牛遅延、時間情報処理 

 

［研 究 題 目］重症低ホスファターゼ症に対する骨髄移

植併用同種間葉系幹細胞移植に関する研

究 

［研究代表者］弓場 俊輔（健康工学研究部門） 

［研究担当者］弓場 俊輔、大串 始、勝部  好裕、 

笹尾 真理（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 低フォスファターゼ症は、組織非特異型アルカリフォ

スファターゼ（TNSALP）の遺伝子変異による重度先

天性骨代謝疾患で、このうち、最も重症である周産期型

に対して骨髄移植併用同種（他家）間葉系幹細胞

（Mesenchymal Stem Cell ; MSC）移植による治療技

術を確立しようとしている。 

 島根大学医学部附属病院と共同で本疾患患者に対する

他家間葉系幹細胞 MSC 移植を行う。当所では細胞製造

施設（セルプロセッシングセンター；CPC）を厳密な

品質管理の下に運用して移植用 MSC を製造する。また、

患者 MSC からの iPS 細胞を作製し、病態解明・治療法

開発の研究用試料として理化学研究所細胞バンクへ寄託

する。 
 第1症例については、1回（延べ5回）、第2症例につい

ては、4回（延べ8回）の移植治療用ドナーMSC を製造

し、これら移植用 MSC は骨分化能検査、感染症検査、

環境モニタリング等を行い、全例とも異常がないことを

確認した。どちらの症例でも、島根大学病院において、

ドナーからの骨髄移植を行った後、複数回の MSC 移植

を行ったところ、全身の骨における石灰化、何よりも呼

吸状態が改善し、明らかに延命効果が認められたことか

ら、それぞれの治療を一先ず終了することとした。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］再生医療、間葉系幹細胞、骨形成、 

疾患モデル 

 

［研 究 題 目］Linked Data 検索のための結合効率化に

基づくメタデータクラウドの研究開発  

［研究代表者］的野 晃整（情報技術研究部門） 

［研究担当者］的野 晃整（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 世界中にデジタル化したさまざまなデータが存在して

いるが、その活用は十分でない。データは多様かつ膨大

であるため、機械で処理することも、人手で処理するこ

とも容易ではない。特に、データ作成時には個別用途を

想定してデータが整理されているため、異なる種類のデ

ータ間に関連があったとしても発見できない。これを解

決する手段として近年注目を集めているのが、関連する

データ間をリンクした Linked Data と呼ばれるデータ

である。現在のインターネットは関連文書間のリンクで

ネットワークを構成しているため Web of documents と

呼ばれるのに対し、Linked Data は Web of data と呼

ばれ、データ間リンクでネットワークを構成した次世代

の Web として期待されている。Linked Data は近年爆

発的に増加しているが、巨大で複雑な Linked Data を

扱う方法が確立できていない。我々はこの問題を解決す

るために Linked Data を効率的に検索するための研究

を進めている。本研究の目的は、Linked Data に対し、

A)中間データの再利用による演算省略や B)ダイジェス

トデータを用いた代理演算による結合演算の効率化など

の手法を提案し、複雑な検索でも高速に処理できるプラ

ットフォームを実現することである。3年計画の初年度

である平成24年度は、A)については、これまで誰も注目

していなかった文書構造に基づく格納方法を研究開発し、

国際会議にて発表した。B)については、大規模データ処

理のソフトウェアフレームワークである MapReduce 上

で、データ構造の一つである Bloom フィルタを用いた

並列結合アルゴリズムを設計した。この手法は結合しな

い不要なデータを事前に判定できるため、ネットワーク

転送量を減少でき、低結合選択率の時に効率化が期待で

きる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データベース、Linked Data、メタデー

タ、クラウド 

 

［研 究 題 目］ノンパラメトリックベイズ理論に基づく

音楽音響信号の構造学習と音源分離 

［研究代表者］吉井 和佳（情報技術研究部門） 

［研究担当者］吉井 和佳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、人間が音楽的な感覚を獲得する過程を解明

するため、音楽音響信号から音楽に特有の潜在的構造を

教師なしで学習し、同時に音源分離を行うことができる

統計的機械学習法を確立することを目的とする。この目

的の達成のためには、ノンパラメトリックベイズ理論に

基づく確率的なモデリングが有用である。 

 2年計画の最終年度である平成24年度は、主に「音響

データに対する音源分離」に関する技術開発を行った。

具体的には、市販 CD のように様々な音色および音高か

ら構成される混合音を楽器パート（音色）ごとに分離す

るための確率モデルについての研究を行った。従来、音



研 究 

(846) 

源分離のための標準的な方法である非負値行列分解では、

混合音を音高ごとに分離することはできても、音色ごと

に分離することはできなかった。本研究では、ソース・

フィルタ理論に基づいて、混合音中に含まれる楽器音の

音色と音高とを一挙に推定することを可能にした。この

とき、音色と音高の個数は未知であるため、理論上可算

無限個の音色と音高とが存在することを許容するノンパ

ラメトリックベイズモデルを提案した。このアイデアを

さらに発展させ、無限カーネル線形予測分析や無限半正

定値テンソル分解とよぶ音響信号解析のための新しい確

率モデルを提案した。さらに、今年度大きな進展が見ら

れた音響信号解析に、平成23年度に開発した「楽譜デー

タに対する構造学習」に関する技術を確率的な枠組みの

もとで統合する方法についても検討を進めた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音楽情報処理、機械学習、ノンパラメト

リックベイズ 

 

［研 究 題 目］聴衆の視線移動の制御によりコンテンツ

理解度を高める電子黒板システム 

［研究代表者］栗原 一貴（情報技術研究部門） 

［研究担当者］栗原 一貴（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、電子黒板システムにおいて「システ

ム操作に伴う身体動作」が聴衆に与える影響を視線情報

等に基づき定量評価し、操作者のユーザビリティと聴衆

のコンテンツ理解度を同時に最適化することである。2

年計画の最終年度となる平成24年度は、「聴衆の視線の

局所化を達成するインタフェースデザイン手法を洗練さ

せる。最終的に開発したソフトウェアを公開する。」を

目指し、以下の研究を行った。 

 講演や、授業等では電子黒板使用者（発表者）が電子

黒板上の提示コンテンツを視認しながら内容を確認し、

進行していくことがあるが、その際に人に備わっている

共同注意（ジョイントアテンション）が促され、発表者

が見ている対象へと聴衆の視線が誘導されてしまう可能

性がある。そこで、発表者自身への聴衆の視線の集中が

望ましい際にこの現象が起こることを防ぐため、発表者

が装着したワイアレスヘッドセッドにより提示コンテン

ツの内容を音声化したものを発表者自身に秘密裏に提示

（プロンプト）することで、発表者の提示コンテンツ視

認行為を減少させ、意図しない聴衆の視線誘導を減少さ

せる発表支援システムのプロトタイプ版を開発し、公開

した。 

 また電子黒板の使用時に、操作者に対し視線計測器を

用いることにより、「注視していない」領域および状況

を感知し、操作者にフィードバックして有効活用するこ

とで聴衆のコンテンツ理解度を損なわないままで操作者

のユーザビリティの向上を図るコンセプトを提案し、そ

の第一段階としてデスクトップ PC 操作時のカーソルの

ポインティングにおいて有効性を確認した。得られた知

見をまとめ、査読付き国内学会 WISS'12および国内論

文誌コンピュータソフトウェア誌に論文を発表した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］電子黒板、ユーザビリティ、コンテンツ

理解 

 

［研 究 題 目］大規模仮想計算機群の遠隔移動に関する

研究 

［研究代表者］広渕 崇宏（情報技術研究部門） 

［研究担当者］広渕 崇宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、複数の仮想計算機を効率的に遠隔移動す

る技術を開発することを目標としている。平成24年度は

2年間の研究期間の最終年度にあたり、以下の研究を行

った。 

 第一に、仮想計算機を遠隔移動する際のデータ転送量

を削減する手法について研究を進めた。仮想計算機の動

作を解析した結果、仮想計算機上でワークロードを実行

中であっても、更新されないメモリページが相当数存在

することがわかった。そこで仮想計算機のメモリページ

をあらかじめキャッシュしておくことで、遠隔移動にと

もなうデータ転送量を削減する機構を開発した。実際の

WAN 環境を用いて評価実験を行い、提案手法の有効性

を確認した。 

 第二に、仮想計算機群が遠隔拠点に移動した際にもネ

ットワーク到達性を透過的に維持する手法について研究

を進めた。Client Mobile IPv6プロトコルのシグナリン

グメッセージやトンネリングメッセージをゲスト OS の

代わりにホスト OS 上で処理する機構を開発した。この

機構は、仮想計算機内部を改変することなく透過的なト

ンネリングを可能とするものである。詳細な評価実験を

行い、実環境に対する適用可能性を確認した。 

 第三に、遠隔移動の際に発生する性能低下を緩和する

手法について研究を行った。従来のポストコピー型の移

動機構においては、仮想計算機が瞬間的ではあるものの

何度も一時的に停止するため性能が低下してしまう。特

に同時並行的に複数の仮想計算機が移動する場合にその

影響が大きい。そこで、仮想計算機のページフォルトハ

ンドラを改良し、仮想計算機全体の一時停止を回避する

手法を開発した。プロトタイプを実装し基本的な有用性

を確認した。 

 以上の研究成果を国内外の学会で発表し、論文誌等に

まとめた。ポストコピー型移動機構の性能向上手法を発

表した論文は、コンピュータシステム・シンポジウム

2012にて論文賞を獲得した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］仮想計算機、マイグレーション、 

Mobile IPv6 
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［研 究 題 目］性能可搬性を提供する仮想計算機マイグ

レーション技術の研究  

［研究代表者］高野 了成（情報技術研究部門） 

［研究担当者］高野 了成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高性能計算など様々な用途でクラウドの利用が拡大し

ているが、クラウドで広く用いられる仮想化された計算

機環境は、従来の物理クラスタと同等の性能を得ること

が難しいという課題を抱えている。本研究は、

Ethernet や InfiniBand といった異なる通信インタフェ

ースをもつクラスタ計算機を接続し、その上でクラスタ

計算機を跨ぐ仮想計算機マイグレーションを実現し、ア

プリケーションプログラムからすべてのクラスタ計算機

が透過的に扱えるようにし、かつ計算機環境の変化に適

応して最大の通信性能を達成する性能可搬性を実現する

ことを目的とする。 

 3年計画の1年目となる平成24年度は、高性能計算分野

でデファクト標準となっている並列計算プログラム手法

MPI（Message Passing Interface）を対象にシステム

の概念設計を行い、仮想計算機モニタ KVM 上に、PCI
パススルーと InfiniBand を用いた場合のライブマイグ

レーション機能を実装した。従来でも PCI パススルー

を利用することで仮想計算機でも物理計算機に匹敵する

通信性能を得られていたが、仮想計算機をマイグレーシ

ョンすることができなかった。本技術により、PCI パ

ススルーの性能上の利点を損なうことなく、仮想計算機

のマイグレーションおよびチェックポイント・リスター

トを実現できた。本技術によって、高性能計算分野など、

高性能と耐故障性の両立が必要となる分野においても仮

想化技術が適用可能になる。本成果は、2012年10月に米

国シカゴ市で開催された国際会議 IEEE eScience 2012
において発表した。 

 また、本技術をディザスタリカバリ対策に応用するこ

とを検討し、大規模災害時でもサービスを継続できるよ

う遠隔地に仮想計算機をマイグレーションする技術を開

発し、その予備評価を実施した。クラスタの通信インタ

フェースに依存しない仮想計算機マイグレーションを実

現することで、避難先であるクラスタの選択肢数が増加

し、災害時のサービス継続性が向上することが期待でき

る。本成果については、2013年3月タイ国バンコク市で

開催された国際ワークショップ PRAGMA 24にて、ポ

スタ発表を行った。  

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］HPC クラウド、仮想計算機、VM マイ

グレーション 

 

［研 究 題 目］Web 音声インデキシングのための言語

的特性の変動に頑健な音声認識に関する

研究 

［研究代表者］緒方 淳（情報技術研究部門） 

［研究担当者］緒方 淳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、辞書やコーパスといった Web 上に存在

する電子的な様々な言語資源や Web サービスを通じた

集合知（不特定多数のユーザからの協力）を利用するこ

とで、Web 上の動画・音声コンテンツといった多様性

を持つ音声データに対して、いかに音声認識性能を向上

させることができるかを探求する。 

 2年計画の最終年度である平成24年度は、まず、前年

度に構築した Web ニューステキストから構築する言語

モデルを、日々配信される最新のニューステキストを取

り込み日常的に自動更新できるように拡張した。これに

より、言語モデルが日々移り変わる世の中の情勢や話題

を逐次追従していく仕組みを実現した。また、獲得した

新出語の読み情報を、外部の Web キーワード辞書サー

ビス（はてなキーワードを活用）から自動取得する機能

を実装した。さらに集合知に基づく言語資源として、

Web サービス「PodCastle」を通じて得られる書き起こ

しテキストを発話スタイルの観点から分析するとともに、

こうした集合知をもとにした書き起こしテキストを集約

し独自のコーパスとして構築・整備した。 

 また、言語モデルの高度化への取組みとして、Web
上の言語資源を有効活用した言語モデリングの検討およ

びシステム実装を行った。開発したシステムは、様々な

トピックをカバーする大量の Web ニューステキストを

ベースにしてメイン言語モデルを構築し、その特性を活

かして、認識対象ごとのトピックに合致するよう言語モ

デルのパラメータを最適化することで動的な言語モデル

適応を行うものである。さらに、PodCastle を通じて得

られる集合知（ユーザによる訂正情報、書き起こし）を

利用することで、Web 音声コンテンツごとのトピック、

ドメイン、発話スタイルに特化した動的言語モデリング

を実現した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音声認識、言語モデリング、Web サー

ビス、集合知 

 

［研 究 題 目］大規模・異種の時空間データ統合で生じ

る矛盾を許容するサイエンスクラウド基

盤  

［研究代表者］小島 功（情報技術研究部門） 

［研究担当者］小島 功、中村 章人、的野 晃整、 

岩田 健司、油井 誠、Steven Lynden 
（常勤職員6名）  

［研 究 内 容］ 

 本研究は複数の衛星情報アーカイブなどのペタバイト

級の異種時空間データの統合を支援することで、科学研

究を促進するクラウド基盤（サイエンス・クラウド）を

研究開発するものである。産総研を代表として筑波大、

静岡大と共同で実施している。 
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 本研究の特徴は、アーカイブ全量同士の結合・突き合

わせなど大規模・高度なデータ統合の過程において多々

発生するデータ間の相違といったある種の「矛盾」に着

目した点にある。矛盾したデータの存在下で統合を可能

にする｢許容｣を行うことで矛盾の解決を図り、精度の高

い時空間的知見の獲得を可能とする。 

 平成24年度は3年計画の初年度にあたり、矛盾を扱う

ための要素技術として 1)統合のモデル化とアーキテク

チャ、2)時空間データの解析とワークフロー、3)検索と

解析のための並列処理基盤の3点を中心として研究開発

を行い、以下のような成果を得た。 

 1)のモデル化については、新たな研究課題であるため

周辺研究の調査/評価を行い、メタデータから取得され

る Provenance（来歴情報）を用いたモデル化の有効性

を確認した。曖昧性や不確実性のあるデータ集合に対し

距離の外れ値の検出手法を提案し有効性を検証した。2)

の解析については、火事など地表温度の高いホットスポ

ットの解析において、地球観測のためのプラットフォー

ム GEO Grid で処理した熱赤外線画像を用い、効率的

な検出手法を提案した。不確実性のあるデータに対する

GPU を用いた高速化処理を提案し、実験によって有効

性を検証した。写真画像の機械学習による土地利用分類

に取り組み、分類における新たな研究課題を発見した。

同じく写真画像に対し、撮影方向を意識することで対象

物の認識を高精度化する方法を提案、有効性を示した。

解析の手順を容易にワークフロー化できるツール

（lavatube2）を実際の地理空間応用に用いて有効性を

検証した。3)の並列処理については、分散環境における

メタデータ(Linked Data)の分散問い合わせの効率化手

法を提案した。またこれら検索結果をオンライン分析処

理である OLAP 的に解析するためのフレームワークを

研究開発した。結合などのメタデータ処理を、小さいデ

ータサイズに要約するダイジェストデータを使って効率

化する方法の研究開発に着手した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］データベース、データ統合、時空間デー

タ、クラウド 

 

［研 究 題 目］大規模 HPC クラスタにおける高性能共

有ストレージの性能保証に関する研究 

［研究代表者］谷村 勇輔（情報技術研究部門） 

［研究担当者］谷村 勇輔（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 高性能計算（HPC）向けの大規模計算機は通常デー

タ入出力等のための高速な共有ストレージを持つが、プ

ログラム同士のアクセス競合により、I/O 性能が不足す

る場合がある。グリッドやクラウドの普及により計算機

の共有利用が進む中、競合による性能低下は大きな課題

となっている。本研究では、各プログラムが明示的に

I/O 性能を予約するというコンセプトを採用し、これを

HPC に適用するための I/O 制御や資源割り当て、予約

方式等の研究を行う。具体的には、産総研で開発中の予

約に基づいた性能保証の枠組を有する Papio ストレー

ジソフトウェアをもとに、HPC 用プログラムが Papio
によって構築されたストレージシステム（Papio 
Storage）にアクセスするツールを開発して、実アプリ

ケーションの利用における性能予約のコンセプトの有用

性を検証する。この成果により各プログラムの安定実行

を可能にし、大規模計算機の共有利用を促進することを

目指している。 

 2年計画の最終年度である平成24年度は、前年度に引

き続いて Papio を利用するための2つの上位ツールを開

発するとともに、それらツールの評価実験を行った。第

一のツールは、データセンタ外部と Papio Storage 間、

あるいは Papio Storage と大規模計算機の各ノードとの

間のデータ転送を行うためのものであり、Amazon S3
のインタフェースをベースに Papio 独自の性能予約、

予約に基づいたアクセスインタフェースを提供する。第

二のツールは MPI-IO を通して Papio を利用するため

のものであり、エジンバラ大学が開発中の MPI-IO 実

装と Papio を連携させることで MPI-IO アクセスの性

能保証を実現する。評価実験を通して、予約による I/O
性能保証の有効性を明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ストレージ、性能保証、ハイパフォーマ

ンスコンピューティング 

 

［研 究 題 目］合成開口レーダ画像および海洋観測に基

づく海上風シミュレーションの精度向上  

［研究代表者］竹山 優子（情報技術研究部門） 

［研究担当者］竹山 優子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ここ数年、沿岸海域における洋上風力エネルギー資源

調査の有力な手段として、数値モデルによる海上風シミ

ュレーションや、衛星に搭載した合成開口レーダ

（Synthetic Aperture Radar, SAR）観測データを使っ

た海上風推定が注目されている。風力エネルギーは風速

の3乗に比例するため、その資源調査には高精度な風速

の推定が必要とされるが、研究が進むにつれて日本沿岸

域での数値気象モデルおよび SAR 海上風推定にはいく

つかの問題があることが分かってきた。そこで本研究で

は、沿岸海上風シミュレーション精度の向上を目的とし

て、SAR 海上風推定精度の向上とその成果を用いたメ

ソ気象モデル（局所的気象予測などに用いられる数値解

析ツールの一つ）の改良を行う。また、メソ気象モデル

と SAR の組み合わせにより、高精度な風況マップ作成

の手法開発を行う。 

 3年計画の1年目である平成24年度では、本研究に必要

な人工衛星データと現場観測データの整備およびアーカ

イブ化を行うとともに、SAR を用いた風速推定におけ
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る大気安定度補正検証を実施した。具体的には、等価中

立 風 の 概 念 を 導 入 し て い る 最 新 の モ デ ル 関 数

（ Geophysical Model Function, GMF ） で あ る

CMOD5.N と旧来の CMOD4、CMOD_IFR2、CMOD5

を用いて推定される風速の比較を行い、大気安定度の考

慮による推定風速の変化量について検証を行った。その

結果、大気安定度の変化によって推定風速は最大で約

20%変化し、CMOD5.N が最も高精度な風速推定をで

きることが分かった。また、CMOD5.N から推定され

る等価中立風は、数値気象モデル（Weather Research 
Frocasting, WRF）の出力値から抽出した水温、気温、

湿度データを入力値とし、モニン・オブコフ相似則を基

礎としている LKB コードのアルゴリズムを用いて大気

安定度を考慮した風速に変換できることが分かった。引

き続き、平成25年度は陸域が SAR 風速推定に与える影

響について研究を進める。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］洋上風力発電、合成開口レーダ（SAR）、 

メソ気象モデル、海上風推定 

 

［研 究 題 目］画像認識技術を用いた大腸内視鏡画像の

客観的評価手法の研究 

［研究代表者］野里 博和（情報技術研究部門） 

［研究担当者］野里 博和（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、原因不明で治療や診断方法が確立されてい

ない難病である潰瘍性大腸炎の大腸内視鏡検査において、

大腸粘膜の炎症の重症度を画像認識技術により定量化す

ることで、客観的な評価手法を確立することを目的とし

ている。潰瘍性大腸炎は、特定疾患として30年間以上厚

生労働省研究班による調査研究が行われているが、その

病変の様態の複雑性から、詳細な診断基準はいまだ確定

しておらず、医師の知識や経験の差によりその診断精度

にばらつきが生じている。そこで本研究では、大腸内視

鏡画像から大腸粘膜の特徴を画素レベルで抽出し、その

特徴から統計的な手法により評価値を算出する評価手法

を提案し、医師の診断を支援する客観的な評価指標の提

供を目指す。 

 3年計画の1年目となる平成24年度は、潰瘍性大腸炎に

おいて医学的観点からみて異なる炎症度合に対応する大

腸内壁表面の外観の違いを、大腸内視鏡静止画像から幾

何学的な特徴として抽出する研究を行った。具体的には、

炎症を示す大腸粘膜表面の様子（血管網の有無や表面の

凹凸など）の違いを抽出する特徴量に反映させるため、

大腸内視鏡画像を RGB 色空間や HSV 色空間など複数

の色成分に変換し、画像に含まれる幾何学的な特徴をい

くつかの不変的な数字の組み合わせとして表す高次局所

自己相関特徴（HLAC）を抽出した。この抽出した

HLAC 特徴量をあらかじめ医師によって分類された重

症度ごとにそれぞれ統計的に解析し、大腸内視鏡画像を

重症度別に分類が可能かどうか検証を行った。 

 協力機関である東邦大学医療センター佐倉病院から提

供された、実際の大腸内視鏡画像データを用いた検証実

験の結果から、提案した手法により、大腸粘膜表面の様

子を特徴量として抽出することができ、炎症の重症度ご

との特徴量に統計的有意差を確認することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］画像認識、大腸内視鏡、診断支援技術 

 

［研 究 題 目］ストリーム処理とデータ分析処理を統合

した戦略的データ活用基盤の開発 

［研究代表者］油井 誠（情報技術研究部門） 

［研究担当者］油井 誠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 大規模な機械学習を実現するための代表的なアプロー

チとして、関係データベース内で高度なデータ解析処理

を行う In-Database Analytics と、MapReduce を用い

た機械学習の並列処理の2つがある。テラバイト～ペタ

バイト級の大規模なデータ解析を行うにあたっては、シ

ステム間のデータ移動に非常に時間を要することが課題

であり、In-Database Analytics はビジネスデータが存

在するデータベース内でデータ解析を行うという点でデ

ータ移動のコストを省けるため有効である。一方で、関

係データベースは、時間を要する解析処理をバッチ処理

する上で重要な耐障害性や性能劣化ノードの扱いに課題

を残している。 

 そこで本研究では、バッチ学習を MapReduce/ 
Hadoop を用いて行い、インクリメンタルな学習を関係

データベース上で行う、ハイブリッドな機械学習手法を

開発した。 

 3年計画の初年度にあたる平成24年度は、スループッ

ト重視のバッチ学習では、Hadoop 上に構築した32台の

並列学習器により約2,300,000tuples/sec のトレーニン

グ速度を実現した。一方、レイテンシ重視のインクリメ

ンタル学習は、PostgreSQL 上に実装し、70,000tuples/ 
sec のトランザクショナルな更新に対してインクリメン

タルな学習モデルのメンテナンスを約5sec のレイテン

シで行うことができることを確認した。 

 提案手法の評価として、KDD Cup2012の広告クリッ

ク率推定タスクを用いて State-of-the-art な機械学習フ

レームワーク（Vowpal Wabbit、Bismarck）との比較

を行い、Vowpal Wabbit に対して5倍、Bismarck に対

して5～7.65倍の学習速度が得られるという結果を得た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］機械学習、データベース管理システム、

MapReduce、Hadoop  
 

［研 究 題 目］誘電体バリア放電誘起噴流の高速化メカ

ニズム解明に関する研究 

［研究代表者］瀬川 武彦 
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（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］瀬川 武彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 誘電体バリア放電を利用して機能的な噴流を誘起でき

るプラズマアクチュエータは、自動車、航空機、高速列

車などの空力性能を飛躍的に向上させることができる流

体制御素子として期待されている。しかし、誘起噴流の

高速化や投入電力の低減のためには、加速メカニズムの

解明が必要不可欠である。本研究では非対称電極構造を

有する誘電体バリア放電プラズマアクチュエータにより

誘起される一方向噴流の加速メカニズム解明に向けて、

マイクロスケールの放電生成消滅過程とマクロスケール

の噴流形成過程の関係を定量的に解析した。絶縁材とし

ては、ポリイミド、サファイアガラス、石英ガラス、高

純度アルミナセラミックス基板を用い、表面に形成され

た直線型及びドーナツ型の表面露出電極と裏面電極との

間に電圧立ち上がり勾配が制御された矩形電圧を高周波

数で印加した。ストリークカメラによる誘電体バリア放

電の1次元時間空間分布解析に加え、ICCD カメラを用

いたプラズマ進展の2次元空間分布の解析を行った結果、

誘電体バリア放電は電圧立ち上がり勾配に応じて特定の

時間スケールで生成・消滅を繰り返すことが明らかにな

った。一方、電圧立ち上がり勾配に応じて進展距離は制

限されるが、勾配増加に伴い進展距離も伸長する傾向を

見出した。また、ドーナツ型電極を用いて生成した環状

噴流の空間速度分布から、誘電体材料及び厚みが同じ条

件では1マイクロ秒あたり200V 程度の電圧立ち上がり速

度の矩形電圧印加時に流速が最大になるが、誘起噴流の

代表速度は誘電体バリア放電の発生頻度、電圧立ち上が

り勾配の逆数、及び誘電体バリア放電進展距離の積に比

例することが明らかになった。 
［分 野 名］環境・エネルギー  

［キーワード］誘電体バリア放電、噴流、プラズマ、高

温材料、流体計測 

 

［研 究 題 目］非平衡プラズマによる高圧可燃予混合気

の着火機構に関する研究 

［研究代表者］高橋 栄一 

（新燃料自動車技術研究センター） 

［研究担当者］高橋 栄一（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 内燃機関の高効率化、低エミッション化のために希薄

燃焼、あるいは排気ガス再循環（EGR）といった方法

が有効と考えられているが、それらにおいて確実な着火

技術の開発が課題となっている。そこで、本研究では従

来のスパークプラグ等の熱平衡プラズマに対して、非平

衡プラズマを用いた可燃性予混合気の着火技術の研究開

発を行っている。本年度は急速圧縮膨張装置（RCEM）

を用いた実験のために放電電極を設計、並びに製作し、

実際に同装置を用いて高温圧縮予混合気中において非平

衡プラズマの一種であるストリーマ放電を形成する実験

を実施した。その結果、圧縮に伴う気体の温度上昇に伴

い、ストリーマ放電の発生閾値電圧が低下する傾向があ

ることが明らかとなった。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ストリーマ放電、誘電体バリア放電、希

薄燃焼、EGR 

 

［研 究 題 目］不均一構造導入による圧電体膜の圧電特

性向上に関する研究 

［研究代表者］岡村 総一郎（東京理科大学） 

［研究担当者］飯島 高志（エネルギー技術研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究の目的は、圧電体 Pb（Zr, Ti）O3（PZT）膜

において、膜中に3次元的に分布する微細な空孔を導入

し、その空孔の周囲での連続的な応力変化を利用して膜

内に不安定な状態を生じさせ、膜内の不均一性が圧電特

性に及ぼす影響を明らかにすることである。 

平成24年度は、膜厚約300～500nm で空孔率の異なる

Pb（Zr, Ti）O3（PZT）薄膜を複数種類作製し、その

圧電特性を評価した。薄膜は化学溶液堆積法により作製

し、仮焼温度を250～400℃と変化させることで膜密度の

制御を行った。周波数1kHz における比誘電率は688～

782、断面の SEM 像から見積もった膜密度は、0.93～

0.95であった。原子間力顕微鏡（AFM）を用いて測定

された、変位－印加電場特性の原点付近の傾きから見積

もった圧電定数 d33, eff は、33.9～49.5pm/V であった。

比誘電率、膜密度と圧電定数との相関について検討した

ところ、比誘電率が小さいほど、また膜密度が低いほど

圧電特性は上昇する傾向が見られた。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］圧電体、センサ、高圧水素ガス 

 

［研 究 題 目］ユビキタス性を持つ革新的な応力発光ナ

ノ光源の開発 

［研究代表者］寺崎 正（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］寺崎 正、山田 浩志、徐 超男 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案の内容は、【生体内に導入でき、使用できる革

新的なユビキタス光源】を創生することである。達成に

は、生体にも導入できる光源が開発でき、“その場”で

光源を発光させる手段を開発することで、バイオイメー

ジングに対する光源の提供が行なえれば良い。具体的な

手段として、以下2つの研究を行い、各成果を挙げた。 

【１】生体透過性の高い赤外～近赤外（600－900nm）

発光型応力発光（ML）体の開発 

 これまでに開発した SrAl2O4:Eu,M1,M2（M1,M2：

近赤外光発光性金属イオン）の定量・定性的な ML 評
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価を行い、発光の起源を明らかにした。すなわち、Eu2+

励起状態と、ダウンコンバージョンプロセスである。

ML 強度の観点でも、生体透過像取得に必要な近赤外光

の最低値（1.7nW/cm2）を大きく上回り、本目的に十

分な発光強度を達成した。実際、近赤外 ML を利用し

た指の生体透過像、頬（生体組織）を介した咀嚼力計測

にも成功した。これは、応力発光体を生体内の“その場”

おける光源・マーカーとして、体外からの in-vivo 力学

情報可視化（バイオイメージング）を行う革新的な可能

性を示した特筆すべき成果である。 

【２】超音波刺激による発光 

 近赤外 ML 材料 SrAl2O4:Eu,M1,M2の、超音波刺激

による発光特性について検討を行った。結果、超音波照

射に対する近赤外 ML 発生、照射超音波強度による近

赤外 ML 強度の制御に成功した。更に超音波誘起近赤

外 ML による生体透過像取得にも成功した。生体内に

導入した ML 粒子をユビキタス光源として使い、体外

から情報の取得が可能なことを意味している。 

以上より、本研究を通して、目標であった【生体内に

導入でき、使用できる革新的なユビキタス光源の創出】

は完全に達成できた。そればかりでなく、【動的な in-
vivo 生体力学情報の体外から計測】といった革新的な

可能性をも明示した、大きな前進と考えている 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］応力発光体、ユビキタス光源、超音波、

ナノ粒子、バイオイメージング 

 

［研 究 題 目］帯電二次元分布可視化計測システムの開

発 

［研究代表者］菊永 和也（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］菊永 和也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では静電気を帯びた物体を物理的に動かし発生

した変化を検出するということに着目した帯電計測技術

を用いて二次元分布計測へ展開した。そこでは帯電の可

視化を実現するための集束音波発生装置を開発すること

で、帯電の二次元分布可視化システムを開発することを

目標とした。 

 本方法を用いて帯電を可視化するためには、対象物を

非近接で局所的に振動させて、その位置における電界の

情報を測定する必要がある。そのためには空気中におい

て十分な音圧が得られる集束音波の発生が可能な音響デ

バイスが必要である。そこで複数の超音波音源と電子フ

ォーカス手法を用いることで、集束度と音圧を両立する

集束音波の発生装置の試作を行った。 

 超音波振動子を複数個用いて超音波振動子アレイを試

作した。これを用いて、塩化ビニルシートに集束音波を

照射し、その音圧によって変化したシートの変位をレー

ザー変位計で測定したところ、半値半幅が約25mm で、

約1mm の変位が観測された。これより、局所的に振動

させられる集束度と、測定対象物を振動させるのに十分

な音圧を持つ集束音波が発生する音響装置を開発するこ

とに成功した。次にポリイミドフィルム対象として、こ

の音響装置を用いて、集束音波を1点1点動かしながら局

所的に振動させたときに発生する電界を測定し、それぞ

れの位置で測定された電界強度の分布を測定した。そし

て、この分布の検証を行うために、表面電位センサを用

いて1点1点動かしながら走査する表面電位測定法を用い

て、空間的な帯電位置と帯電量の関係を比較したところ、

その分布が比較的一致した。また、このときに測定され

た各々の位置における電界の位相を考慮することによっ

て、電荷の正と負の位置関係に相関性を見出した。これ

より、帯電の二次元分布を可視化する計測システムの開

発に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］帯電、可視化、振動、電界 

 

［研 究 題 目］マイクロ流路を利用した分子の2次元配

列技術 

［研究代表者］宮崎 真佐也 

（生産計測技術研究センター）  

［研究担当者］宮崎 真佐也、浅海 裕也 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］  

 本研究では、我々が独自に開発してきたマイクロ化学

デバイスを用いる多段階の酵素反応技術を発展させ、よ

り効率的な生理活性分子合成技術として酵素反応を用い

るための技術開発を最終目標としている。本提案では、

生体に近い効率での多段階酵素反応を行うために、生体

内とほぼ同等の空間配置構築のために、ナノメートルオ

ーダーで2次元に酵素分子を規則配置する新規の分子固

定化技術を開発する。これを用いてマイクロ流路内に酵

素分子を規則固定化したマイクロリアクタを作製して多

段階の酵素反応に供与し、効率的な生理活性分子合成デ

バイスの開発を目指す。本提案では①マイクロ流路内で

の長鎖 DNA の配置による櫛形構造体の構築技術の確立、

②櫛形構造体への分子の配置・固定化技術の開発、なら

びに③櫛形構造体上に配置した酵素による多段階反応挙

動の解析を目的として研究を行う。2年目は初年度の成

果を踏まえ、櫛形構造体形成技術の最適化と作製した櫛

形構造体上への分子の固定化条件を検討した。初年度に

開発した作製技術に加え、櫛形構造体の簡易作製技術と

して交流電化を印加して櫛形構造を微小電極間に形成さ

せる技術を開発した。遺伝子長より少し短い間隔の金電

極を基板上に作製し、それに PDMS 製の流路を被せた。

そこに交流電化を印加しながら遺伝子の水溶液を流通さ

せることにより、櫛形の構造体を簡便に作製することに

成功した。印加する交流電圧と印加時間、ならびに流通

させる DNA 量を検討して、最適な固定化条件を見いだ

すことに成功した。 



研 究 

(852) 

 次に、従来法ならびに交流電化を用いた新規固定化法

を用いて作製した遺伝子の櫛形構造体に固定化する方法

を開発した。まず、櫛形に固定化した遺伝子上の特定部

位を標識する足場とするために、DNA と特異的に結合

するペプチド核酸を3種類合成した。特異的な遺伝子配

列に相補的なペプチド核酸を合成し、それに各々タグと

なるペプチド配列を導入した。これを遺伝子に結合させ

た後、タグに特異的な抗体とそれに対応する二次抗体を

蛍光波長の異なる量子ドットで標識したものを用いて3

種類の量子ドットを櫛形構造に固定化することに成功し

た。 

 また、二次抗体に酵素を標識したものも作製し、その

結合も解析した。上記の量子ドットと同じようにタグ付

きペプチド核酸を固定化し、それを足場として酵素を固

定化することに成功した。  

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］マイクロリアクタ、固定化、分子配列 

  
［研 究 題 目］量子切断効果を利用した近赤外応力発光

体の開発とその物性解明 
［研究代表者］山田 浩志（生産計測技術研究センター） 
［研究担当者］山田 浩志、徐 超男、寺崎 正、 

寺澤 佑仁、上村 直 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
本研究の目的は、量子切断効果を利用して既存もしく

は新規の応力発光体の発光波長を紫外・可視光から近赤

外光へ波長変換（ダウンコンバージョン）することによ

り、近赤外発光を有する新しい応力発光体を実現させる

こと、およびその発光機構を解明することにある。 

本年度はプロジェクトの最終年度ということもあり、

これまで開発してきた近赤外応力発光体の各電子遷移プ

ロセスの検証とモデルの検討を行った。まずドナーイオ

ンからアクセプターイオンへの電子遷移に起因する発光

の量子効率を定式化し、これまで開発した近赤外応力発

光体の量子効率を評価した。その結果、SrAl2O4:Eu,Er
において、Eu の添加量が0.1%と0.5%のときでそれぞ

れ25%、10%以下という結果となり、期待していた100%
以上の量子効率は達成できていないことが判明した。ア

クセプターイオンへの電子遷移確率を増やすため Er の

添加量を増やしたが、改善することはなく逆に低下する

傾向が見られた。これは Er イオンを増やすことにより、

逆にエネルギー回遊が生じて無輻射遷移の確率が増加し

たことに起因しているものと思われる。またドナーイオ

ンからアクセプターイオンへのエネルギー遷移メカニズ

ムを検証するためドナーイオンの蛍光寿命測定を行った

ところ、Inokuchi-Hirayama 理論で予想されていた非

指数関数型の減衰曲線が観測された。この結果は、エネ

ルギー遷移が共鳴伝搬機構であることを示唆している。 

以上の研究成果をまとめると、近赤外発光効率を向上

させるための方法として、①ドナーイオンの輻射遷移、

アクセプターイオンの吸収・輻射遷移、ドナー・アクセ

プターイオン間のエネルギー共鳴遷移が許容であること、

②ドナーイオンの発光帯とアクセプターイオンの吸収帯

に大きな重なりが必要であること、以上のような知見は、

今後の応力発光の多色化につながる技術として重要であ

る。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］応力発光体、近赤外発光、センサ、ダウ

ンコンバージョン、エネルギー共鳴伝

搬、量子切断効果 
 

［研 究 題 目］新規な菌類検査方法の基礎研究 

［研究代表者］松田 直樹（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹、大庭 英樹 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
細菌類検査では「細胞膜を破壊し酵素をその機能を損

なわずに取り出す」ため、超音波照射や界面活性剤等が

用いられるが、取り出し効率が低いあるいはその機能を

失う等の問題がある。我々が開発した低電圧パルス

（low voltage pulse : LVP）を用いて菌類の細胞膜を破

壊する前処理方法では菌類や細胞内に含まれる酵素の内

容物をそれらの機能を損なわずに高効率に細胞外に取り

出すことが可能である。 

菌株として大腸菌を用い、LB 液体培地で37℃、12時

間以上振とう培養し、遠心分離（2,000rpm、15min）
を行い培養時の LB 液体培地を新たな LB 液体培地に交

換し、培養液用比色計により試料溶液とした（約

108cfu/mL）。コンデンサ容量3,000µF、ファンクション

ジェネレータ、直流電源を用いて、低電圧パルス電源を

構成した。コンデンサに対する充放電が信号発生器によ

る所定のスイッチング操作で制御され電気エネルギーが

供給される。放電電極はﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ製で、針電極をｶｿｰﾄﾞ及

び平板電極をｱﾉｰﾄﾞとし、電極間は2mm に固定した。

試料溶液をセルに1mL 分注し、平板電極下に設置した

スターラーで攪拌しつつ、5V、5Hz、200秒間 LVP 印加

を行い、37℃で保存し20時間後に吸収スペクトル測定を

行った。 

 LVP 印加により酵素が大腸菌の細胞膜から取り出せ

ている事を証明するため、平成24年度は更に LVP 印加

後に試料溶液を遠心操作で固形分と溶液成分に分離しそ

れぞれに X-gluc を添加し吸収スペクトル変化を観察し

た。その結果、①溶液成分と固形分の吸光度増加はほぼ

遠心分離を行っていない試料のそれとほぼ等しい事、②

溶液成分の方が固形分より3倍程度大きい事、が分かり

酵素が大腸菌から取り出せている事が分かった。また

我々の実験条件では10V、5Hz の LVP を印加すると10

分で試料溶液が45℃程度まで温度上昇する事も分かりこ

れが酵素機能消失の原因と考えられることも分かった。 
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［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］低電圧パルス、細菌、細胞、酵素発色基

質法 

 

［研 究 題 目］コアシェルナノ粒子の結晶配向合体によ

る量子ドット超格子構造体の作製 

［研究代表者］上原 雅人（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］上原 雅人（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、ナノ粒子を原料とする薄膜製造の高

度化技術の開発である。ナノ粒子を用いたウェットプロ

セスでも単結晶化や結晶方位制御が可能な技術の開発を

目標とする。ナノ粒子やナノロッド等の生成で報告され

ている結晶配向合体現象（Oriented Attachment、OA）

を利用して、コアシェルナノ粒子を合体成長させ、新型

太陽電池等に期待される量子ドット超格子構造体を作製

することを目的とする。透過電顕での電子線トモグラフ

ィーなど、種々の構造解析を基に、ナノ粒子の構造、特

に表面構造に着目しながら OA 現象を明らかにする。 

 本年度は、コアシェルナノ粒子の結晶配向合体による

量子ドット構造体の組織制御を行うための、コアシェル

ナノ粒子の形態制御を行った。コアとなる CuInS2ナノ

粒子についてこれまでは直径約5nm 以上での形態制御

が可能であった。しかし結晶配向合体が生ずるためには

更に小さいサイズのナノ粒子が必要と考えた。本年度、

原料溶液組成や合成温度等を検討した結果、直径約3nm
で均一な CuInS2ナノ粒子を合成することができた。ま

た、これに伴い、ZnS シェルの被覆条件も再検討した。

高分解能電子顕微鏡および電子線トモグラフィーによる

3次元的形態および原子配列等の構造解析により、現在、

層厚1nm 以下の被覆を達成していると推察される。量

子閉じ込めと量子ドット構造体の母相の結晶性を高める

ために、更に厚く被覆する必要があり、現在、検討中で

ある。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］ナノ粒子、電子線トモグラフィー、表面

構造、量子ドット 

 

［研 究 題 目］応力発光体を用いた構造物のイメージン

グ異常検出技術の開発 

［研究代表者］上野 直広（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］上野 直広、徐 超男、川崎 悦子、 

松尾 修身、末成 幸二、久保 正晴、

古澤 フクミ（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、力学的な信号を直接光信号に変換す

る応力発光体を用いて、構造物、特に圧力容器のイメー

ジング異常診断手法を開発することである。その中で、

本年度は、応力発光イメージの構造物の異常に基づくパ

ターン分離手法の開発を行った。具体的には、高圧容器

の加圧時における一連の応力発光時系列画像において、

各画素値を説明変数とし、各時刻の応力発光画像を超空

間の1点として、その分布状態に主成分分析を適用する

ことにより加圧1サイクルの特徴画像を抽出するソフト

ウェアを開発した。ただし、主成分分析は、データ群の

分散が最大化するように説明変数を最大化するので、形

式上時系列データのトレンド解析に当てはめることがで

きるが、過去の文献にいくつかの課題が指摘されている。

本手法においても、各画素値を説明変数とする超空間内

の分布のみを解析対象とするのでは、時間データが失わ

れてしまう。そこで、高圧容器の加圧サイクル疲労試験

では加圧力を計測できることから、このデータを時系列

応力発光画像の重みとして用いることにより、間接的に

時間データを含むように改良を行った。この手法を用い

て、過去の複合圧力容器疲労試験データを解析したとこ

ろ、注目範囲の単なる発光強度変化の時間変化の分析で

は捕捉できなかった疲労亀裂貫通の、予兆となるパター

ンを分離することに成功した。これを裏付けるため、疲

労亀裂に模したスクラッチを付加した複合試験片の引っ

張り試験を行い、その結果から、スクラッチ直上では応

力発光強度が増加するのではなく、逆に減少し暗いパタ

ーンを形成することがわかり、分離されたパターンの特

徴と一致することを明らかにした。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］応力発光、複合圧力容器、疲労試験、パ

ターン計測、水素 

 

［研 究 題 目］独立成分分析を利用した超音波画像テク

スチャ情報からの肥育牛の脂肪交雑推定 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、肥育牛から計測した超音波エコー画

像に基づいて、非侵襲かつ高精度に肉質（脂肪交雑（い

わゆる霜降り度）を12段階でランク付けした値）を推定

する技術を確立することである。そのため、独立成分分

析を利用した推定アルゴリズムの研究開発を行い、その

有効性を様々な角度から検証する。 

 平成24年度は前年度に構築したプログラムについて、

人工的に生成した数値データを使って検証し、さらに

200頭超の実サンプルデータに対しても有効性を確認し

た。従来手法である主成分分析との精度比較を行った結

果、人工データを使った検証では、主成分分析の場合で

r＝0.67、独立成分分析の場合で r＝0.91という大幅な

改善を確認することができた。実サンプルデータでの検

証ではアナログ撮像方式の103頭分のデータについては、

主成分分析の場合で r＝0.62、独立成分分析の場合で r
＝0.70と大きな改善を確認することができた。しかしな

がら、デジタル撮像方式の116頭分のデータに関しては、

いずれの手法でも有意な相関が得られなかった。専門技
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術者の画像判読の際にも、デジタル撮像方式での判読の

難しさが指摘されており、撮像方式による情報量の違い

がこの要因と思われる。次年度はこの点について考察を

掘り下げたいと考えている。 

 なお、並行して進めている電気インピーダンス法によ

る体組成値の計測は、のべ29頭に対して実施することが

でき、超音波画像を利用した本技術との融合による精度

向上についても検討をすすめたいと考えている。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波画像、畜産、テクスチャ 

 

［研 究 題 目］中高齢者の下肢筋プロポーションが生活

動作能力に及ぼす影響 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は下肢筋プロポーションの①加齢変化、②各種

生活動作の可否との関係、③移動動作（歩行などのモー

ション）との関係を明らかにすることである。平成24年

度は①加齢変化と③移動動作との関係の一部について研

究を実施した。 

 超音波横断面積計測システムを用い、下肢筋プロポー

ション（大腿部および下腿部の筋横断面積）の男性、女

性ごとの加齢変化の特徴を検討した。現在のところ、大

腿部計測者は若中高齢者男女約800名、下腿部計測者は

若中高齢者男女500名である。その結果、男女共に加齢

に伴い筋面積が減少することや、伸筋群が選択的に萎縮

することが示唆されたことから、大腿部総筋面積の減少

は膝関節伸筋群の減少によるものであると考えられる。

これらの年齢と各筋の面積との関係式は介護予防のため

の標準値として利用が可能である。また、下肢筋プロポ

ーションと歩行動作（モーション）との関係を検討する

ために、高齢男性を対象として平地で歩行を行わせ、赤

外線カメラを用いた三次元動作解析システムにより歩行

動作を計測し、歩行動作に関わる様々なパラメーターを

解析した。その結果、特に膝関節屈筋群の筋横断面積と

いくつかの歩行パラメーター（歩行速度、歩幅、股関節

の動きなど）との相関関係が認められた。このことより

歩行動作における膝関節屈筋群の筋量の重要性が示唆さ

れた。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波計測、加齢、下肢筋 

 

［研 究 題 目］超音波エコー画像のテクスチャ情報から

筋力を推定する手法の開発 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 筋力は筋の量と質によって決まる。筋の量（筋量）の

指標には筋横断面積や筋厚が用いられ、これらは筋力と

高い相関関係を示すことから、筋の老化度の指標として

も用いられている。また、単位筋面積当たりの筋力、す

なわち筋の質は高齢になると低下する。したがって、量

的な面に質的な面の評価を加えることによって正確に筋

力を捉えることができる。本研究では大腿前部の筋（大

腿直筋および中間広筋）を対象に、B モード超音波エコ

ーによって得られた筋の画像テクスチャに筋の質を表す

情報（特徴量）が含まれるかを検討した。 

 その結果、年齢群の違いを反映する画像テクスチャ特

徴量が数種類抽出され、大腿直筋および中間広筋の両者

の画像テクスチャ特徴量を用いることにより、最大87%

という高い正解率にて所属する年齢群を判別できること

が判明した。また、筋力の大小を反映する画像テクスチ

ャ特徴量も抽出することができた。これらの結果から、

画像テクスチャ特徴量と筋の量的な情報（筋厚など）を

組み合わせることにより、筋力や筋の老化度を評価でき

ることが示唆された。今後はこれらに筋の量（筋厚）を

組み合わせ、年齢や筋力を予測するアルゴリズムの構築

を検討していく予定である。 

［分 野 名］計測・計量標準 

［キーワード］超音波画像、筋力、テクスチャ 

 

［研 究 題 目］エコー動画イメージを利用した肥育牛脂

肪交雑の自動判定システム 

［研究代表者］福田 修（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］福田 修（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、エコー動画イメージを利用した肥育

牛脂肪交雑の自動判定システムを構築することにより、

肥育過程における牛の早期肉質判定を実現することであ

る。 

 平成24年度は、前年度までに構築した自動判定アルゴ

リズムの改良やシステム構成の効率化を完了し、エコー

画像の入力からフィードバックシートの出力までをオー

ルインワン・システムで構成する肥育牛脂肪交雑の自動

判定プログラムを開発した。その結果、自動判別にかか

る処理時間は約10秒と大幅な短縮が実現され、スムーズ

な作業性を確認した。また、研究期間内に出荷される肥

育牛の画像を測定して画像データの充実に努め、判別精

度の信頼性を検証するとともに、結果を提示する標準フ

ォーマットも検討した。その結果、新たに127頭分（累

積約267頭）の画像を取得することができ、推定モデル

の相関係数0.73という高精度な推定を達成した。 

 今回の研究開発によってシステムの完成度が高まった

ことから、市場により近いフェーズでの研究開発を展開

したいと考えている。また、開発したソフトウェアを応

用展開できる分野は広いことから、今後は他の産業分野

（例えば、水産業、ヘルスケア、福祉など）との連携を

模索していきたいと考えている。 

［分 野 名］計測・計量標準 
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［キーワード］超音波画像、畜産、テクスチャ 

 

［研 究 題 目］微生物－昆虫間クロストークの解析によ

る昆虫の適応度上昇メカニズムの全容解

明 

［研究代表者］石井 佳子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］石井 佳子（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ファイトプラズマは昆虫媒介性の植物病原細菌であり、

植物と昆虫という異なる界に属する生物に寄生するユニ

ークな微生物である。ファイトプラズマは、植物に対し

て病気を引き起こす一方で、昆虫に対しては産卵数の増

加や寿命の延長などの『適応度の上昇』を引き起こすこ

とで、相利共生の関係を営んでいる。また、ファイトプ

ラズマの昆虫宿主であるヒメフタテンヨコバイは、共生

細菌が宿主に不足する栄養素を補っている可能性が高い。

したがって、昆虫体内においては「共生細菌」と「ファ

イトプラズマ」がフローラ（細菌叢）を形成し、これが

昆虫宿主の生命活動をサポートしていると考えられ、複

雑系の例として非常に興味深い。以上をふまえ本研究で

は、『ファイトプラズマ・昆虫・共生細菌』の3者間のク

ロストークを明らかにし、ファイトプラズマが昆虫宿主

の適応度を上昇させる分子機構の全容解明を目指す。 

 平成24年度は、ヒメフタテンヨコバイの共生細菌の特

定、局在解析および系統解析を行った。ヨコバイを解剖

したところ、共生細菌が局在する菌細胞が前胸部・背側

に一対存在していた。これらの菌細胞からは、一次共生

細 菌 と し て Candidatus Sulcia muelleri お よ び

Candidatus Nasuia deltocephalinicola の計2種類が検

出され、二次共生細菌として Wolbachia, Rickettsia, 
Burkholderia, 新種の Rickettsiaceae に属する細菌の

計4種類が検出された。一次共生細菌は両細菌ともに

100%の感染率であったが、二次共生細菌の感染率は7%、

31%、12%、24%であった。また、これらヨコバイから

ファイトプラズマの検出を試みたところ、Candidatus 
Phytoplasma asteris および Candidatus Phytoplasma 
oryzae の2種類のファイトプラズマが感染していること

が明らかとなり、その感染率は16%と高いものであった。

Sulcia は楕円形の菌細胞の外側に、また Nasuia は菌細

胞の内側に局在していることが明らかとなっていること

から、今後ファイトプラズマの局在も特定し、共生細菌

との相互作用について解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物病原性細菌ファイトプラズマ、昆虫

共生細菌、適応度上昇機構 

 

［研 究 題 目］生体内の糖化修飾タンパク質を利用した、

食事による糖尿病予防効果の評価法の確

立 

［研究代表者］奥田 徹哉（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］奥田 徹哉、福井 麻美、森田 直樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では糖尿病の主病態である高血糖による臓器へ

の直接的な悪影響を考慮した新規な栄養指標開発につい

て、新たなモデルマウスの確立に基づき検討した。特に

高血糖と相関して細胞内にて増大することが知られるタ

ンパク質の「O-GlcNAc 化」に着目し、食事による高血

糖の改善がその生体内動態にどのように影響するのかに

ついて検討した。今年度は目的とした食餌により血糖値

を慢性的にコントロールしたモデルマウスの確立に成功

した。具体的には過食により高血糖となるミュータント

マウス（ob/ob マウス）を、通常飼料および特殊配合飼

料（糖質制限飼料）にて飼育することで、その血糖値を

慢性的（1.5ヶ月間）に高血糖、低血糖に維持できる条

件を確立した。また ELISA 及びウエスタンブロット法

により、生体試料中の O-GlcNAc タンパク質を半定量

的に解析する方法を確立した。確立したモデルと手法を

用いて、高血糖下における肝臓、膵臓、腎臓、筋肉、脂

肪組織の O-GlcNAc 化タンパク質の発現動態を解析し

た。その結果、慢性的な高血糖を反映して発現量が変化

する O-GlcNAc 化タンパク質を幾つか見いだした。 

 一方で、確立したモデルの表現型解析により、食餌に

よる持続的な高血糖の改善により ob/ob マウスの主要な

表現型である脂肪肝の形成が抑制されることを見いだし

た。詳細な解析により、高血糖の改善に伴い脂肪酸生合

成酵素（FAS, ACC1）の発現量が低下することで肝臓

での脂質生合成が起こりにくくなり、脂肪肝の形成が抑

制されていることが解った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、バイオマーカー、高血糖、糖尿病、

糖質制限食 

 

［研 究 題 目］コドン頻度を応用した新規手法による非

組換えワクチンウイスルの作出 

［研究代表者］柿澤 茂行（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］柿澤 茂行（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 弱毒ウイルス（ワクチンウイルス）とは病原性や増殖

力の低いウイルスのことであり、多くの実用例がある一

方で、その復帰変異が問題となっていた。近年考案され

たレアコドンウイルスは、復帰変異しにくく、抗原とし

て優れ、多くのウイルス種に対して水平展開可能といっ

た利点を持つことから、従来の問題点の多くを克服した

ワクチンウイルスとして期待されているが、遺伝子組換

えウイルスである点が問題である。本研究は、遺伝子組

換えを用いることなくレアコドンウイルスを作出する手

法を考案し、これを植物ウイルスに対して適用するもの

である。 

 まず、シロイヌナズナゲノムにおけるコドン頻度を調
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べ、レアコドンをリストアップした。加えて、シロイヌ

ナズナ以外の植物種についても同様にコドン頻度を調べ

た。その結果、多くの植物ではコドン頻度が比較的似て

おり、レアコドンも似ていることがわかった。加えて、

いくつかの植物ウイルスにおけるコドン頻度を調べたと

ころ、宿主である植物ゲノムのコドン頻度とある程度の

相関関係にあることがわかり、またレアコドンも同様で

あることが分かった。これは宿主内におけるウイルス遺

伝子の効率的な転写翻訳を考えると、妥当な結果だと思

われた。 

 次に、レアコドンに対応する tRNA 遺伝子を用いて

植物を形質転換する系を検討した。遺伝子導入系やプロ

モーター系等を検討した結果、tRNA 遺伝子の導入には

アグロバクテリウムを用いた通常の形質転換法を用いる

のが最適であろうと考えられた。その後、tRNA 遺伝子

を形質転換し、この新たなワクチンウイルス作製手法の

確立を試みた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］コドン、ウイルス、実験室内進化 
 
［研 究 題 目］ハイブリッドゲノムを用いた難培養細菌

ファイトプラズマの培養系の確立 

［研究代表者］柿澤 茂行（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］柿澤 茂行（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、近年開発されつつあるゲノム操作の技術を

応用することで、難培養細菌ファイトプラズマのゲノム

をマイコプラズマのゲノムに導入したハイブリッドゲノ

ムを作製し、これをマイコプラズマ細胞へと移植するこ

とで、難培養細菌の培養系を擬似的に確立することを目

的とする。これによりこれまで困難であった難培養細菌

の遺伝子操作を行うことができ、その性状の解明に関す

る研究が飛躍的に進展すると期待される。ハイブリッド

ゲノムの作製に先立ち、難培養細菌の全ゲノムクローニ

ングを行うと共に、これらのストラテジーに関わる技術

開発を行う。 

 本年度はまず、ファイトプラズマゲノムをクローニン

グするベクターについての詳細な追加調査および検討を

行った。新たに検討したベクターは、形質転換時におけ

る偽陽性クローンが得られにくいように設計されている。

このベクターを使うことでクローニング効率が大幅に改

善されることを確認した。 
 加えて、大規模なゲノム断片のクローニングに成功し

たかどうかを確認する必要がある。これにはマルチプレ

ックス PCR が最適であろうと考えられるため、この系

の確立を試みた。ファイトプラズマゲノムの複数の領域

に対してプライマーを設計し、これを混ぜ合わせ、1つ

の PCR 反応で9断片（9ゲノム領域）を増幅することが

できる系を確立した。これにより、数百 kbp の断片の

クローニングに成功したかどうかを1チューブ、1PCR

リアクションで確認することができる。この系により、

ゲノムクローニングの実験が速やかに進展するものと考

えられる。加えて、確立したマルチプレックス PCR の

手法を応用することで、ファイトプラズマ感染植物中の

ファイトプラズマ系統の簡易判別を行うことができるこ

とが判明した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ゲノム操作、細菌、マイコプラズマ、酵

母、培養系 
 

［研 究 題 目］昆虫一細菌共生系における遺伝的基盤の

解明 

［研究代表者］菊池 義智（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菊池 義智（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの農業害虫はその体内に共生細菌を保持しており、

緊密な相互作用を行っている。これら共生細菌は、食物

の分解や栄養補償を行うなど、宿主の栄養代謝において

極めて重要な役割を果たしている。これら共生細菌を制

御することで食害の低減や害虫の成長・繁殖抑制を図り

うると考えられるが、その研究はほとんどなされていな

い 。 本 研 究 で は 、 ホ ソ ヘ リ カ メ ム シ と そ の

Burkholderia 共生細菌をモデル系として、昆虫−共生細

菌間に見られる緊密な相互作用の遺伝的基盤を明らかに

し、新たな害虫制御法の開発に資することを目的として

いる。研究最終年にあたる本年度は、トランスポゾン挿

入変異株のスクリーニングにより得られた13株の運動変

異株につて、(1)軟寒天培地中および液体培地中におけ

る運動性の観察、(2)鞭毛形態の電子顕微鏡による観察、

(3)Tn 挿入部位の inverse PCR による同定、(4)ホソヘ

リカメムシへの感染能力の調査を行った。(1)について

は、13株全てが軟寒天培地中で運動不全を示したが、液

体培地中では4株が運動性を示した。(2)については(1)

で運動性を示した4株では鞭毛の形成が観察されたが、

液体中でも非運動性だった菌株のほとんどは鞭毛を欠い

ていた。(3)の調査では、1株を除いた12株全てにおいて

運動性に関わる遺伝子のいずれかに Tn が挿入されてい

ることが明らかとなった。(4)では、液体培地中で運動

性を示した4株以外はほとんど共生器官に感染すること

ができないことが明らかとなり、共生細菌の鞭毛運動性

がホソヘリカメムシ共生器官への定着に必須であること

が明らかとなった。これらの結果については国内外の学

会において発表を行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］応用動物、昆虫、微生物、細菌 、共生

微生物、腸内共生 

 
［研 究 題 目］生合成マシナリー構築に向けたロドコッ

カス属細菌の宿主最適化と遺伝子ツール

の拡充 
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［研究代表者］北川 航（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］北川  航、安武 義晃 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では生合成マシナリー構築のための新規宿主を

ロドコッカスで開発する事を目指している。ロドコッカ

スは外来プラスミドの保持安定性が良くないという欠点

があるが、昨年度までに有望な新規宿主候補株を2株

（どちらも Rhodococcus erythropolis）得ることに成功

した。本年度はこれらの株の特性を再確認し、またドラ

フトゲノム解析を行った。この結果、ゲノム解析株であ

る R. erythropolis PR4とそれぞれ95%以上の塩基配列

相同生を示したが、その他の部分はそれぞれ個性のある

遺伝子を保持していることが判明した。これら株特異的

遺伝子の中に遺伝子安定性、あるいは不安定性に寄与す

る遺伝子があると考えられ、現在解析を進めている。 

 またロドコッカス属細菌で利用できる新規の発現ベク

ターの開発も進めた。昨年度までに取得した新規複製領

域を持つ野生型プラスミドを改良し、発現プロモーター

を持たせた発現ベクターを完成させた。これは既存の2

種の発現ベクターと和合性をもち、同時に3種の発現ベ

クターをロドコッカス細胞内に保持させる事が出来るも

のである。これにより発現強度や発現のタイミングを異

にする3つの遺伝子（群）を発現させる事が可能になっ

た。 

 上記新規宿主、発現プラスミドを改良し、生合成マシ

ナリーに最適化したシステムを構築できると考えている。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ロドコッカス、微生物生産、生合成マシ

ナリー 
 

［研 究 題 目］海洋無脊椎動物共生微生物系のケミカル

バイオロジー 

［研究代表者］中尾 洋一（早稲田大学） 

［研究担当者］木村 信忠（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

概 要: 

 本研究では、海綿に代表される海洋無脊椎動物は、陸

上の生物が作り出す化合物とは構造が大きく異なるユニ

ークな化合物の宝庫である。近年、これらの化合物の多

くが、海洋無脊椎動物に共生している共生微生物由来で

あることが明らかとなってきた。本研究では、2つの海

洋天然化合物とそれらを含む海綿を対象として、化合物

の生産微生物・生合成遺伝子・シグナル分子という3つ

の側面から、海洋無脊椎動物における共生微生物系を総

合的に理解することを目的とする。 

 本課題は、カリキュリン A を含む Discodermia calyx 
をモデル海綿に選び、共生微生物のメタゲノム解析によ

る二次代謝産物を合成する遺伝子の同定と海洋無脊椎動

物内での共生関係の維持機構を明らかにする。本年度は、

主要な二次代謝産物である Calyculin をマーカーとして、

この化合物を産生する共生微生物の分離・同定を試みた。

まず、海綿を海水中で破砕後、各ポアサイズのメッシュ

を通して共生微生物をサイズごとに分画し、Calyculin
を含む微生物はφ8µm のメッシュを通る画分に濃縮さ

れた為、濃縮された画分に対して、高速セルソーターを

利用した微生物細胞の分画を実施した。得られた微生物

の画分からゲノム DNA を抽出してメタゲノムシーケン

ス解析を行った。その結果、本画分に含まれる主要な微

生物として Pseudomonas 属のバクテリアであることが

明らかになった。また、公共データベースに公表されて

いる Pseudomonas 属細菌のゲノム配列に対して、得ら

れた DNA ライブラリーをマッピングしたところ、全ゲ

ノムの94%をカバーできていることを確認した。さらに、

Calyculin の生合成酵素の候補と考えられるポリケチド

合成酵素の遺伝子群について、13個の遺伝子が存在して

いることを確認することできた。 

 一方、海綿 Discodermia calyx に共生する微生物相の

解析を実施する為に、次世代シーケンサーを利用した

16SrRNA 遺伝子の配列決定と系統解析を実施し、海綿

Discodermia calyx には特殊な微生物群集が存在してい

ることを明らかにし、さらに、Calyculin を生産しない

Discodermia calyx の共生微生物相との比較から、

Calyculin を産生する海綿には共通する微生物種が共生

していることを見出すことに成功した。 

研究テーマ 

1. カリキュリン A を含む海綿 Discodermia calyx の

共生微生物に関するメタゲノム解析 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］海洋生物、天然化合物、メタゲノム 

 

［研 究 題 目］作物全般に利用可能な分岐・矮性化・分

化能を制御する転写因子の単離とその利

用 

［研究代表者］樋口（池田）美穂 

（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］樋口（池田）美穂（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、植物バイオマスの増大など、植物

の諸形質の改善に役立つ転写制御因子を探索し、それを

用いて作物の形質を一律に改善する技術を確立すること

を目ざしている。研究対象としている具体的な形質は、

矮性化、および、枝・葉数の増減である。 

 矮性化形質の誘導については昨年までに明らかにして

いた矮性化誘導遺伝子 HR0444の研究を発展させ、

HR0444、PRE1、ACE1の3因子によって構成される三

重拮抗阻害システム（tri-antagonistic bHLH system
と命名）が細胞伸長を制御することで、植物の背丈を変

えていることを解明した。本研究の成果は既に論文とし
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て発表し、「植物の葉、実のサイズを決める機構を解明」

としてプレスリリースも行った。さらに、実際の野外環

境における植物バイオマス生産性の調節に、もっと役立

つ因子を探索する目的で研究を発展させ、日陰で植物の

草丈が伸びる反応（避陰反応）に関与する転写活性化因

子として ACE4を単離した。現在は、日陰と類似した波

長の光の下で ACE4の遺伝子発現がどのように調節され

ているか、および、ACE4がどのように細胞の伸長を制

御しているかを解明しつつあり、論文を作成して近日中

に投稿する予定である。 

 一方で、枝数・葉数の増減についても、以前に単離し

ていた枝・葉数を増加させる機能を持つ遺伝子 HR1049

遺伝子と機能重複する遺伝子を同定、これらの遺伝子の

機能を欠損した植物を作成して解析を行い、HR1049ら

が枝・葉の形成にどのように関与しているかについて、

解析を行った。その結果、HR1049らは植物の花器官形

成などに関連する遺伝子の発現をポジティブに制御する

こと、既知のものとは異なるシステムによって分裂組織

の活性を制御しているらしいことなどを明らかにしつつ

あり、論文を作成している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］植物の形質改善、遺伝子改変、矮性化、

多枝・多葉 

 

［研 究 題 目］共生細菌による宿主昆虫の体色変化：隠

蔽色に関わる共生の分子基盤の解明 

［研究代表者］深津 武馬（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］深津 武馬、森山 実 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 アブラムシ体色を変化させる共生細菌のゲノム解析、

アブラムシ体色を構成する色素の解析、共生細菌の感染

にともなう宿主アブラムシの遺伝子発現解析、関連候補

遺伝子の機能解析、共生細菌感染及び体色変化がアブラ

ムシの生理や生態に与える影響の解析などを通じて、共

生細菌による体色変化という生物現象を徹底的に解明し、

理解することをめざす。今年度は以下のような成果を挙

げた。 

 体色を変化させる共生細菌 Rickettsiella の全ゲノム

塩基配列1576143bp を決定した。同じレジオネラ科の

Rickettsiella grylli, Coxiella, Legionella などと遺伝子

構成は類似しており、アブラムシ任意共生細菌

Hamiltonella, Serratia などとは似ていなかった。 
 昨年度までに、RNA-seq 法によって感染によって変

動する54の遺伝子が得られ、そのうちの2つ、ポリケチ

ド／脂肪酸合成酵素遺伝子が色素関連候補として考えら

れた。今年度は、これら2種の脂肪酸合成酵素遺伝子の

アブラムシの成長に伴う発現を定量 PCR 法によって解

析した。その結果、Rickettsiella 感染虫では、体色が

赤色の初令幼虫から緑色の成虫に至る段階で、100倍以

上に発現が上昇していることが示された。一方、非感染

虫では、遺伝子発現はわずかに減少する傾向が示された。

以上の結果より、これらの脂肪酸合成酵素遺伝子が有力

な色素合成関連候補であることが示唆された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫共生細菌、ゲノム解析、新規生物機

能 

 

［研 究 題 目］新規 POCT デバイスの創出を目指した

マルチプローブ親和電気泳動法の開発 

［研究代表者］松野 裕樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］松野 裕樹（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、研究代表者らが最近開発した新しい電気

泳動法である、分子マトリクス電気泳動（Supported 
Molecular Matrix Electrophoresis, SMME）を利用し、

POCT（point-of-care testing）デバイスのコア技術と

して期待できるマルチプローブ親和電気泳動法を開発す

ることを目標とする。SMME とは、ポリフッ化ビニリ

デン（PVDF）等の多孔性の疎水性膜を支持体とし、そ

の内部に吸着形成させたポリビニルアルコール等の親水

性ポリマーのマトリクスを分離担体とする膜電気泳動法

である。本法では、タンパク質などのアフィニティプロ

ーブを疎水的相互作用により簡単に局所配置できること

が特徴である。 

 プローブとなるタンパク質（レクチンや抗体など）の

局所配置には、市販のバキュームブロッターが利用でき

る。レクチンやトラップ用抗体の配置デザインや固定化

量などの最適化に加え、検出用抗体の濃度など様々な条

件検討を進めた。複数のモデル糖タンパク質の混合物を

用いて、それらに含まれるレクチン反応性分子を一度に

検出できる方法を確立した。今後は、より実用的な方面

に技術を応用する必要がある。 

一方、SMME による親和電気泳動に関する基礎的な

検討も進めた。レクチン等のタンパク質を PVDF 膜に

吸着させた後、親水性ポリマーにより親水化する工程で、

タンパク質が一部剥がれてしまう現象が観察されていた

が、条件を最適化することで改善できることが分かって

きた。また、吸着固定したレクチンの活性評価について

もその方法を模索検討した。α1酸性糖タンパク質

（AGP）と ConA レクチンの組み合わせをモデルとし

て用い、古典的な方法である交差親和免疫電気泳動法に

おいて報告されている解離定数の算出方法の活用を試み

た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］電気泳動、親和電気泳動、糖鎖、レクチ

ン 

 

［研 究 題 目］オーラシンアルカロイドが示す強い抗菌

活性とその利用に向けた研究 
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［研究代表者］安武 義晃（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］安武 義晃、北川 航 

（常勤職員2名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 抗生物質の探索は、多剤耐性菌や新たな病原菌への備

えとして重要であり、特に既存の分子骨格とは異なる新

規化合物の発見・創成は大きな意義がある。本研究では、

放線菌ロドコッカス・エリスロポリスが合成する新規抗

菌物質であるオーラシン RE の強い抗菌活性発現に重要

な役割を果たすシトクロム P450（RauA）に着目し、

本酵素の詳細な構造機能解析を行った。その結果、

RauA はオーラシン骨格のキノリン環窒素を水酸化する

活性を示し、この水酸基の付加によって強い抗菌活性が

生まれることが明らかとなった。また、RauA 遺伝子を

ノックアウトした菌株から抽出された不活性オーラシン

RE 前駆体を用い、その不活性物質と RauA との複合体

結晶構造の解析を行った。解析の結果、RauA のヘムポ

ケット内にオーラシンが結合している状態が明確に観察

された。この構造情報から、強い抗菌活性を生むキノリ

ン環窒素の水酸化を可能とする RauA の基質認識メカ

ニズムが明らかになった。また抗菌物質の候補となりう

る他のオーラシン類縁物質に対して、本酵素が同様の水

酸化活性を示す可能性が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］抗菌物質、放線菌、シトクロム P450、
オーラシン 

 

［研 究 題 目］宿主昆虫－共生細菌間相互作用の分子機

構の解明とその利用基盤技術の開発 

［研究代表者］安佛 尚志（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］安佛 尚志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 3系統のスピロプラズマ（Drosophila nebulosa 由来

の雄殺しスピロプラズマ NSRO 系統、NSRO 系統の突

然変異体で雄を殺さない NSRO-A 系統、キイロショウ

ジョウバエ由来の雄殺しスピロプラズマ MSRO 系統）

のファージのゲノム解析を進めた。ショットガンデータ

のアセンブルの結果、NSRO および MSRO から1種類、

NSRO-A から2種類のファージゲノムが得られ、それぞ

れ、SpV-N、SpV-M、SpV-NA1、SpV-NA2と名づけた。

4つのファージゲノムの全体的な塩基配列の相同性は

81%であり、ORF の並びもよく保存されていた。各フ

ァージゲノム上に推定された遺伝子（ORF）の数は

SpV-N が23個、SpV-M が22個、SpV-NA1および NA2

が21個であった。SpV-M では ORF10、SpV-NA では

ORF10および ORF2が失われていた。次に、ファージ

間 の ORF の 相 同 性 を 調 べ た と こ ろ 、 ORF8 
（hypothetical protein gene）、ORF18（hypothetical 
lipoprotein transmembrane gene）、ORF19（p123）、
ORF23（新規）は、オス殺し系統と非オス殺し系統の

間の相同性が低かった。次に、ORF22（p58）および

ORF7（RecT）の配列情報を用いて分子系統解析をおこ

ない、4種のファージが極めて近縁なファージファミリ

ーに属することを示した。一方、次世代シークエンサー

を用いて、スピロプラズマ感染により発現が変動する宿

主遺伝子の解析をおこなった結果、共生に関わる遺伝子

の候補が複数得られた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   
［キーワード］昆虫内部共生、共生細菌、雄殺し、ファ

ージ、ゲノム 
 

［研 究 題 目］特異な環構造と強力な殺虫活性を有する

インドールジテルペン類の全合成と構造

活性相関 

［研究代表者］榎本 賢（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］榎本 賢（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 インドールジテルペン類はインドール核とジテルペン

が融合した特異な構造を有する化合物群である。殺虫活

性、抗 MRSA 活性の他、ほ乳類に対する痙攣作用を持

つものが多く、薬理学的にも注目されている。本研究で

はインドールジテルペン類の全合成と構造活性相関研究

により中間体、誘導体を利用した新規薬剤シード化合物

の創成を目的する。昨年度までにインドールジテルペン

類の一種である痙攣作用物質パスパリニンの全合成を達

成した。これにより、天然物そのものとこれまでに合成

済みの部分構造との活性の比較、即ち構造活性相関研究

を行うことが可能となったので、本年度は確立した合成

経路に基づいて部分構造の合成を行った。パスパリニン

の左右両部分構造を持つ化合物、および活性発現に関与

すると推測されるヒドロキシ基を欠いた化合物を合成し

た。また、昆虫成長阻害物質チエルシニン B の右側部

位も合成した。チエルシニン B の分子左側部位（イン

ドール部位）はパスパリニンと同一の構造を持つので、

これによりチエルシニン B の構造活性相関研究も可能

となった。これらの化合物は現在、研究協力者のもとで

活性試験中である。これによりインドールジテルペン類

の活性発現機構解明に貢献できると考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］天然物、構造活性相関研究、インドール

ジテルペン、痙攣作用、昆虫成長阻害 

 

［研 究 題 目］糖尿病の改善効果を評価するための新規

指標物質の開発 

［研究代表者］奥田 徹哉（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］奥田 徹哉、福井 麻美、森田 直樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 糖尿病発症に関わる N-アセチルグルコサミン付加

（O-GlcNA 化）ならびにその蓄積と、高血糖が惹起す
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る耐糖能低下や代謝異常などの慢性的な組織病変とが、

どのように相関するのかを明らかにするため、食餌によ

り血糖値を慢性的に高低にコントロールしたモデルマウ

スを用いて、体内における O-GlcNAc 化タンパク質の

発現動態の解析を進めた。本年度は、確立したモデルマ

ウスの肝臓において、その発現量が血糖値の変化に応じ

て変動する O-GlcNAc 化タンパク質の解析を進めた。

その結果、インスリンシグナル経路の細胞内メディエー

ターである Akt プロテインキナーゼタンパク質が、高

血糖下の肝臓にて O-GlcNAc 化される基質タンパク質

の一つであることを発見した。O-GlcNAc 化された Akt
は慢性的な高血糖にさらされた肝臓に蓄積しており、一

方で高血糖を持続的に改善した肝臓ではこの蓄積が改善

されることも併せて見いだした。Akt は O-GlcNAc 化

により、その活性化に必要なリン酸化修飾を受けにくく

なることが細胞レベルでの研究にて明らかにされていた

ため、Akt のリン酸化状態を調べたところ、生体内にお

いても O-GlcNAc 化された Akt はリン酸化を受けにく

くなっていることが解った。これら成果は、高血糖によ

る O-GlcNAc 化 Akt の蓄積が糖尿病の病態（インスリ

ン抵抗性）発症の一因となること、また O-GlcNAc 化

Akt が目標とする糖尿病の改善効果を評価する指標物質

の候補となることを示す。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、バイオマーカー、高血糖、糖尿病、

糖質制限食 

 

［研 究 題 目］GPI アンカー型タンパク質の最終目的地

を決定するメカニズム 

［研究代表者］横尾 岳彦（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］横尾 岳彦、高瀬 久美子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 特定の GPI アンカー型タンパク質（GPI-AP）が細胞

膜にとどまるか細胞壁に移行するかについては、タンパ

ク質の種類を見分けて振り分けるメカニズムが細胞表層

にあると考えられてきたが、研究担当者らの研究結果に

よると、GPI-AP の最終目的地の振り分けメカニズムが、

小胞体で働いている可能性が出てきた。この可能性を検

証するとともに、GPI-AP の最終目的地がどのようなメ

カニズムで決定されているのかを解明する。 

 GPI-AP が細胞膜に留まるか細胞壁に移行するかは、

タンパク質のωサイト上流のアミノ酸配列が重要な役割

を担っていることが、過去に報告されている。この報告

と、「細胞膜の GPI-AP はセラミド型、細胞壁の GPI-
AP はジアシルグリセロール型」という私たちの提唱す

る仮説との関連を探るため、ωサイト上流を Cwp2p の

それに改変したキメラ型 Gas1p の挙動を調べたところ、

細胞壁により多く移行することが、前年度の研究で明ら

かになっていた。もし、Cwh43p がωサイト上流の配列

を認識した結果として生じた GPI 脂質の種類の違いが

GPI-AP の最終目的地を決定しているならば、cwh43破
壊株ではωサイト上流の配列を改変した効果はキャンセ

ルされるはずである。しかしながら、cwh43破壊株にお

いても、ωサイト上流改変型 Gas1p は依然として細胞

壁により多く移行した。このことより、ωサイト上流の

配列に応じて細胞壁あるいは細胞膜への局在を決定する

メカニズムは、Cwh43p によるセラミド変換とは独立し

た、別のシステムとして稼働していることが明らかにな

った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］GPI アンカー、細胞膜、細胞壁、酵母、

マイクロドメイン、脂質ラフト、糖鎖生

物学 

 

［研 究 題 目］高グリコシル化タンパク質ムチンに関す

る革新的分析法 SMME の高度化研究 

［研究代表者］亀山 昭彦（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］亀山 昭彦、松野 裕樹、董 偉傑、 

児玉 弘美、飯竹 信子 

（常勤職員2名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 膵液・胆汁中のムチンを調べることにより、膵胆管腫

瘍の早期診断、悪性度判断の糸口が見出されると期待さ

れているが、ムチンは分析が困難なためバイオマーカー

としてのムチン研究は手つかずの状態にある。分子マト

リクス電気泳動法（SMME）は、ムチンを分析するた

めに研究代表者が最近開発したポリビニリデンジフルオ

リド膜を用いた新しい膜電気泳動法である。本研究では

新手法である SMME をバイオマーカー探索に活用でき

るように、分離能と感度に重点をおいた高度化研究を進

めている。平成24年度は、①SMME の物理化学的基礎

を明らかにすること、および②ムチンの高感度検出法の

検討を実施した。 

①については、電気泳動に伴って発生する蒸散流およ

び電気浸透流について、各種 PVDF 膜の種類、ポリマ

ーコーティング量、親水性ポリマーの種類について検討

した。PVDF 膜は強い電気浸透流を発生するが、コー

ティング後は電気浸透流がほぼ完全に抑制されることが

判明した。②については赤外分光検出を検討した。

PVDF 膜は1500cm-1以上の赤外領域でほぼ透明である

ため、PVDF 膜上のムチンを FT-IR によりマッピング

することを検討した。SMME 膜を2枚のフッ化カルシウ

ム板で挟むことにより、膜状のムチンスポットを FT-IR
にてイメージングすることができた。また、アルシアン

ブルーで染色する検出法はシアル酸や硫酸基が少ない中

性のムチンは染色されないという問題があった。そこで

SMME 膜上のムチンをコハク酸無水物で処理した後、

アルシアンブルーで染色することによりこの問題を解決

した。この方法で染色したムチンの糖鎖はコハク酸で修



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(861) 

飾されているが、糖鎖分析の際にはコハク酸が遊離する

ので従来通りに糖鎖分析を行なうこともできた。 

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］電気泳動、糖鎖、質量分析 

 

［研 究 題 目］共生成立の分子基盤を解く：昆虫－細菌

共生系における大規模 RNAi スクリーニ

ング 

［研究代表者］菊池 義智（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菊池 義智、二橋 亮（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 多くの生物がその体内に共生微生物を持つことが知ら

れているが、それら内部共生の分子基盤については未だ

不明な点が多い。本研究ではホソヘリカメムシ－

Burkholderia モデル共生系を対象に、共生器官の大規

模トランスクリプトーム解析および RNAi スクリーニ

ングを行い、共生成立に関わる宿主昆虫側の遺伝子基盤

を網羅的に同定することを目的とする。研究初年にあた

る本年度は、(1)共生器官において共生時に特異的に発

現亢進する遺伝子の特定、(2)発現遺伝子の定量 RT-
PCR、(3)dsRNA による経口 RNAi を行った。(1)につ

いては感染、非感染個体の共生器官について RNAseq
解析を行い、大規模トランスクリプトームを得た。de 
novo アセンブリによって明らかとなった約92,000遺伝

子について RNAseq データに基づいてその発現量推定

を行い、新規分泌タンパクやカテプシン様プロテアーゼ、

抗菌タンパクなどが共生器官で高発現していることが明

らかとなった。(2)については、特に発現量が高かった

新規分泌タンパク数種について定量 RT-PCR を行い、

共生細菌の感染・定着に伴って発現が亢進することを確

認した。(3)については、トランスクリプトームによっ

て絞られた共生関連遺伝子候補について機能解析を進め

るにあたり、インジェクションよりも簡便な経口 RNAi
を確立することを目的に行った。RNAi の判別が容易な

Laccase2遺伝子（クチクラの黒化に関わる遺伝子）を

対象に、dsRNA を合成し各種濃度で経口投与を行った

が、インジェクションによる投与のようには発現阻害が

観察されなかった。この点に関しては来年度も検討を続

ける。得られた成果の一部について学会発表を行うとと

もに、論文発表も行った。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］応用動物、昆虫、微生物、共生微生物、

RNAi 
 
［研 究 題 目］メタゲノム遺伝子の網羅的発現を目指し

た大腸菌宿主の開発 

［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 メタゲノムは環境中に存在するゲノムの総称であり、

様々な生物種由来のゲノムを含んでいる。メタゲノムか

ら有用遺伝子を機能スクリーニングする際には、大腸菌

等を宿主としたメタゲノムライブラリーを作成し、組換

え大腸菌ライブラリーをスクリーニングすることになる

が、起源生物の異なる多様な遺伝子を単一の宿主で均等

に発現することは現行技術では著しく困難である。そこ

で本研究では、メタゲノム由来の様々な遺伝子を均等発

現可能な大腸菌宿主を創成することを目的に研究を行っ

た。 

 蛋白質をコードする遺伝子は、アミノ酸コドンが縮退

しているために、どのコドンを選択するかで様々な配列

がありうる。コドン使用頻度は生物種ごとに大きく異な

り、この違いが異宿主発現に大きく影響を及ぼす。そこ

で平成24年度は、アミノ酸配列は同一であるが、コドン

使用頻度の異なるレポーター遺伝子を用いて大腸菌の発

現特性の解明を目指した。 

 大腸菌の遺伝子発現特性を改変する手段としては、リ

ボソームの成分を改変する手法をとった。改変型リボソ

ームを含む大腸菌変異株に塩基配列の異なる緑色蛍光タ

ンパク質発現ベクターを導入し、レポーター遺伝子の発

現解析を行った結果、野生株に比べて発現亢進する株が

存在することが明らかとなった。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主、蛋白質発現、

コドン使用頻度 

 
［研 究 題 目］翻訳システム改変による人工細胞創成 
［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 大腸菌リボソームを様々に改変することで、翻訳特性

の改変された大腸菌宿主ライブラリーを創成する。本方

法を目的宿主の創成に活用する。 
研究計画： 

 大腸菌リボソームの中核因子の一つを変異させること

で様々な翻訳特性を有する大腸菌を創成する。とくにリ

ボソーマル RNA（rRNA）に着目し、多様な rRNA を

環境 DNA からクローニングし、大腸菌に組み込む方法

をとる。 

研究進捗状況： 
 ユニバーサルプライマーを用いて環境 DNA より

rRNA を PCR 増幅し、大腸菌の rrn オペロン完全欠失

株に組み込んだ。ハイブリッドリボソームを含む変異大

腸菌は、生育速度やレポーター遺伝子を介した蛋白質発

現において多様な性質を示した。とくに、野生型大腸菌

よりも発現効率の高い宿主株も見出されたことから、リ

ボソーム改変という手法が物質生産に適した大腸菌に有

効である可能性が示された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
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［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主、蛋白質発現 
 
［研 究 題 目］rRNA の置換変異によるリボソーム可塑

性の研究 

［研究代表者］宮崎 健太郎（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］宮崎 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目標： 

 大腸菌リボソームの構成成分である16S rRNA を異種

生物由来の遺伝子を置換することで、リボソームの機能

可塑性を探求する。 

研究計画： 

 様々な環境 DNA（メタゲノム）を鋳型に16S rRNA
を PCR 増幅し、発現ベクターに組み込む。さらに変異

16S rRNA を含む大腸菌株を創成し、生育相補性により

16S rRNA の機能を調べる。 

研究進捗状況： 

 まず、様々な環境試料（土壌、活性汚泥、河川堆積物

等）より環境 DNA を調製した。次いでユニバーサルプ

ライマーを用いてより16S rRNA を PCR 増幅し、大腸

菌の rrn オペロン発現ベクターに組み込んだ。本発現ベ

クターを大腸菌の rrn オペロン完全欠損株に導入し、薬

剤選択、ショ糖を用いたカウンターセレクションにより、

生育を相補する変異株をスクリーニングした。その結果、

γ—プロテオバクテリア、β—プロテオバクテリア由来の

16S rRNA で生育を相補する遺伝子を多数取得した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］リボソーム、大腸菌、宿主、蛋白質発現 
 
［研 究 題 目］超高速シークエンサーで切り拓く陸域地

下生物圏の多様性とレアバイオスフィア 
［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］玉木 秀幸（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、次世代シークエンス技術を最大限活用し、

地球最大の未開拓微生物生命圏である陸域地下圏に棲息

する地下微生物の多様性を明らかにするとともに、これ

まで全く解析対象とされてこなかったレアバイオスフィ

アの存在とその多様性を明らかにすることを目的として

いる。本年度は、新たに陸域地下圏試料を採取し、全

DNA ならびに RNA の抽出精製、保存を行った。また

今年度は、パイロシークエンサーよりも安価で大量の配

列情報を取得可能なイルミナシークエンサーを用いるこ

ととし、その配列解析手法の諸条件を検討するとともに、

実際に、陸域地下圏微生物の群集構造と多様性を超高解

像度に解析した。特に今年度は DNA だけでなく RNA
も解析対象とすることで、地下圏に棲息し、かつ代謝活

性も高い微生物について解析した。その結果、特に、氷

河堆積物からなる陸域地下環境においては、DNA と

RNA で得られる微生物群集プロファイルに大きな差が

なかったことから、同環境に棲息する微生物群は代謝活

性を有しており、生物地球化学プロセスに寄与している

可能性が示唆された。さらに、各地下圏環境試料につい

て地球化学的解析を行い、各々の地質、地球化学的なプ

ロファイル情報を取得し、レアバイオスフィアも含めた

微生物群集構造と地球化学的パラメーターの相関性につ

いて詳細な統計的解析を実施した。その結果、各地下圏

環境中の微生物群集構造の違いは、それぞれの地下環境

の地球化学的プロファイルの違いと非常によく一致して

おり、特に、メタン、硫酸、マンガン、溶存有機物等と

高い関連性を示した。さらに、一部の未知微生物系統群

のポピュレーションは、メタン、硫酸ともに低濃度の環

境でより高いことも明らかとなるなど、陸域地下圏に棲

息する未知微生物の機能推定に資する重要な知見を提示

した。このように、本研究を通じて、これまで未開拓微

生物生命圏となっていた陸域地下環境の微生物の多様性

と群集構造を着実に解析してきており、これらの基盤情

報は、将来的に地下圏に存在する未知系統群の新生物機

能の解明に向けて有力な手がかりを提供すするとともに、

地球環境変動や化石エネルギーの持続的利用に関わる地

下圏微生物生態系の全容解明に資する知見として重要で

ある。 
［分 野 名］ライフサイエンス、地質、環境・エネル

ギー 

［キーワード］次世代シークエンス、16S rRNA 遺伝子、

パイロシークエンス、超高解像度微生

物コミュニティー解析、陸域地下圏、

生物地球化学プロセス、レアバイオス

フィア、稀少生物圏、分子系統解析、

未知微生物 
 
［研 究 題 目］陸域地下圏のメタンフラックスに関与す

る未知アーキア系統群の発見と新生物機

能の解明 
［研究代表者］玉木 秀幸（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］玉木 秀幸（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
本研究は、陸域地下圏環境に優占する未知・未培養ア

ーキア群とその周辺微生物群の実体を明らかにし、メタ

ンフラックス等の重要な生物地球化学プロセスにおいて

未知微生物群が果たす役割を解明することを目指してい

る。今年度は、陸域地下圏試料（氷河堆積物や油田環境

等）を対象として、最先端技術を活用した分子生態学的

解析を実施し、未知未培養微生物系統群を新たに見出す

ことに成功するとともに、それらの未培養系統群を豊富

に内包する陸域地下圏試料を選別した。さらに地球化学

的な解析を実施したところ、未知未培養微生物系統群が

存在する地下圏ではメタンが検出されており、そのメタ

ンは生物学的に生成・消費されている可能性が示唆され

た。続いて、陸域地下圏環境から見出した未培養微生物
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系統群の未知機能を解明することを目的として、シング

ルセル解析に着手した。まず、シングルセル解析に供試

するための前処理方法を検討し、最適化するとともに、

地下圏試料を用いて実際にシングルセル解析を試験的に

実施した。その結果、地下圏試料からシングルセルを分

取するとともに、分取したシングルセルからゲノムを増

幅することに成功した。得られたシングルセルゲノムの

16S rRNA 遺伝子配列を決定したところ、メタン生成ア

ーキアならびに門レベルで新規な未培養細菌系統群が含

まれていることが明らかとなった。今後、未知微生物群

を豊富に内包する地下圏環境を対象としてシングルセル

の分取とゲノム解析を実施する予定である。また地下圏

環境の未知微生物群の集積培養を目的として、陸域地下

圏環境を模擬した培養システムの構築に着手しており、

本システムを活用した未知微生物群の機能解明を実施す

る予定である。 
［分 野 名］ライフサイエンス、地質、環境・エネル

ギー 

［キーワード］陸域地下生命圏、未知アーキア、新生物

機能、メタンフラックス、環境ゲノム

解析 
 

［研 究 題 目］社会性アブラムシにおけるゴール修復行

動の分子・細胞・発生基盤の解明 

［研究代表者］沓掛 磨也子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］沓掛 磨也子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、モンゼンイスアブラムシの兵隊幼虫が示

すゴール修復という社会行動に着目し、その成立基盤お

よび進化について、分子・細胞・発生の多面的アプロー

チからの理解を目指すものである。 

 ゴール修復とは、外敵により破壊された巣（ゴール）

の傷を、兵隊幼虫がみずからの大量の分泌体液を混ぜ固

めて塞ぎ、修復するという社会行動である。今年度は、

昨年度に引き続き、ゴール修復に重要な役割を果たす兵

隊の巨大顆粒細胞における網羅的な遺伝子発現解析

（RNAseq解析）を推進するとともに、ゴール修復のた

めの兵隊分泌液中の主要タンパク質成分に関して、未解

析の因子についての解析をおこなった。 

 RNAseq解析については、昨年度の解析を予備実験と

位置づけ、今年度はサンプル数を増やすとともに、全サ

ンプルの遺伝的背景を統一するため、単一のクローン集

団を出発材料とした解析をおこなった。これにより、予

備実験より高精度かつ大規模な結果を得ることができた。

その結果、兵隊の巨大顆粒細胞においては、体液のメラ

ニン化および生体防御系に関わる遺伝子群の発現が亢進

していることが明らかになり、予備実験の結果を再現す

るものとなった。これらの遺伝子については、定量PCR
により、確かに発現が亢進していることを確認した。ま

た、巨大顆粒細胞においては脂質や糖の代謝に関わる遺

伝子が発現亢進しているという結果が、今回の解析にお

いても示された。この点について、兵隊の巨大顆粒細胞

において確かに脂質や糖が局在していることを、オイル

レッドO染色およびPAS染色により確認した。 

 タンパク質レベルでの解析においては、兵隊分泌液中

の主要タンパク質成分のうち、これまで未解析であった

高分子量タンパク質についての同定をおこなった。

SDS-PAGEゲルから切り出したバンドから内部アミノ

酸配列を決定し、RNAseq解析で得られた遺伝子配列に 

対して相同性検索をおこなったところ、脂肪酸合成酵素

がヒットした。今後、特異的ペプチド抗体を用いたイム

ノブロットにより、確認実験をおこなう予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］社会性昆虫、兵隊アブラムシ、社会行動、

体液凝固、メラニン 

 

［研 究 題 目］高効率薬物代謝アッセイのためのミクロ

ソーム電極の創製 

［研究代表者］三重 安弘（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］三重 安弘（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目的： 

 薬物代謝酵素を含有するミクロソーム試料を用いて薬

物の代謝率を計測することは、医薬品開発や薬物投与設

計において極めて重要である。しかしながら、高価な活

性化剤等を用いてクロマトグラフィーや分光法で検出す

る現在のアッセイ法は低感度かつ高コストで時間を要す

るといった問題を有している。本研究では、高感度かつ

低コストで迅速な計測が可能な電気化学法を利用する新

しいアッセイ法の開発を目指す。 

研究計画： 

 電極をミクロソーム試料の活性化剤として利用し、代

謝反応量に比例する電流を計測することで目的を達成す

る。通常の電極界面上では、薬物代謝酵素を失活させず

に活性化することは困難であるため、本研究では種々の

電極コーティング剤を検討し、該目的を可能にするコー

ティング電極を構築する。 

年度進捗状況： 

 昨年度に得られた長鎖 DNA を用いた成果を基に、更

に好適なミクロソーム固定化電極を作製するため、電極

と結合しやすい末端修飾 DNA を作製し、種々の条件下

でコーティングを行い、電極上のミクロソームによる電

気化学薬物代謝反応を調べた。特定の条件下においては、

比較的安定に電気化学薬物代謝反応を計測することがで

きた。薬物として糖尿病治療薬を用いた系に適用し、野

生型および allelic 変異体薬物代謝酵素による代謝反応

を詳細に解析したところ、得られた薬物親和性や代謝速

度などの酵素反応パラメーターの相関性は、従来の溶液

系で評価されたものと一致した。以上より、電気化学的

にミクロソーム薬物代謝反応を計測することに成功した。
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今後の課題としては、電極間の誤差を低減する技術開発

が重要と考えている。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ミクロソーム、薬物代謝、電気化学アッ

セイ、機能電極 

 
［研 究 題 目］海洋性油糧微生物由来のドコサペンタエ

ン酸合成系を導入した出芽酵母の創製 

［研究代表者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森田 直樹、佐原 健彦 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ドコサペンタエン酸（DPA）生産海洋性

ラビリンチュラ微生物の DPA 合成機構の解明を目標と

し、１）DPA 合成に関与する遺伝子（群）の単離と発

現、及び２）出芽酵母における DPA 合成酵素遺伝子群

のポリシストロニックな発現を実現することを目標とし

ている。 

 今年度は以下について検討した。ⅰ）DPA 生産海洋

性ラビリンチュラ微生物 L59株の脂肪酸組成の変動；一

般に、DPA をはじめとする高度不飽和脂肪酸は、培養

環境によって変動する。L59株は細菌（特にサイクロバ

クター属 LB004株）との混合培養によって増殖が活性化

される。まず、L59株用寒天培地に LB004株を塗布して

25℃で培養し、そこに L59株を移植し更に25℃で培養し

た。2日後、菌株をループで寒天培地から回収した菌株

塊を10%メタノール性塩化アセチル溶液に懸濁し、その

ヘキサン抽出物をガスクロマトグラフィーで分析した。

その結果、同方法で菌体の脂肪酸組成を分析できること

がわかった。また、DPA が増加する条件を明らかにす

るために、培養温度を変えて脂肪酸組成を調べている。

ⅱ）サイクロバクター属 LB004株の培養特性；L59株は

細菌（特にサイクロバクター属 LB004株）との混合培

養によって増殖が活性化されるが、その状態で抽出され

たゲノム DNA には、L59株と LB004株のものが混ざっ

てしまう恐れがある。そこで、細菌 LB004株のクロラ

ムフェニコール感受性を確認した。LB004株は10µg/mL
以上では生えないことが解った。よって、培養条件記録

書には、クロラムフェニコール200µg/mL を含む培地で

培養することによって L59株を純粋化できるとあるが、

もう少し低い濃度で L59株を純粋化できる可能性が示さ

れた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］ドコサペンタエン酸、ラビリンチュラ微

生物、ポリシストロニック発現、出芽酵

母、高度不飽和脂肪酸 
 
［研 究 題 目］細胞情報伝達に関わる蛋白質活性を可視

化する発光プローブ分子の開発 

［研究代表者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］森田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では「ルシフェラーゼ再構成系」技術を用い、

Akt の活性化をイメージングする分子プローブ及び小胞

体 ス ト レ ス を イ メ ー ジ ン グ す る 分 子 プ ロ ー ブ

（CHOP/PERK 機能プローブ）の構築を目指している。 

 Akt 活性化をイメージングするプローブについては、

刺激が入る（Akt が活性化される）と発光するプローブ

分子の構築を目指している。一方、小胞体ストレスを感

知した PERK は二量体化することに着目し、ルシフェ

ラーゼ再構成系技術を用いて、この二量体化をイメージ

ングする発光プローブ分子の構築も目指している。しか

し、両プローブの構築は満足できるものができていない。

今年度は、既に小胞体ストレスをイメージングするプロ

ーブとして構築できている CHOP 遺伝子の発現をモニ

ターするプローブを用いて研究を進めた。pEBMulti ベ

クターは、霊長類（ヒト、サル）、イヌなどの細胞に導

入する遺伝子発現ベクターである。pEBMulti は、

Epstein-Barr Virus（EBV）由来の複製起点 OriP と

EBV Nuclear Antigen 1（EBNA1）遺伝子の働きによ

り、遺伝子導入細胞中においてプラスミドが細胞分裂後

の娘細胞に分配される Episomal 型ベクターあるため、

宿主ゲノム DNA に組み込まれず、容易に安定発現株を

樹立てできる特徴を持つ。CHOP 遺伝子の発現をモニ

ターするプローブは、CHOP 遺伝子のプロモーターの

下流にレポーター遺伝子としてホタルルシフェラーゼ遺

伝子を配置している。PCR を用いて同部位を増幅し、

pEBMulti ベクターに導入した。pEBMulti/CHOP プラ

スミドの各種癌細胞株（膵癌、胃癌、大腸癌及び肝細胞

癌細胞株）への導入を試み、安定発現株の樹立を試みて

いる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］生体イメージング、発光プローブ、ルシ

フェラーゼ再構成系、可視化、Akt、小

胞体ストレス 
 
［研 究 題 目］「利他行動」を制御する新規化合物の探

索とその作用機構の解明 

［研究代表者］斎藤 玉緒（上智大学） 

［研究担当者］森田 直樹（生物プロセス研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 細胞性粘菌のゲノムに見られるポリケタイド合成酵素

の産物の解析を行った。これまでに、通常実験に用いら

れている Dictyostelium discoideum の新規ハイブリッ

ド型酵素 SteelyA の in vivo 産物が 4-methyl-5-
pentylbenzene-1,3-diol（MPBD）であることを明らか

にしているが、近縁種 D. purpureum にも DIF-1
（Differentiation Inducing Factor-1）の生合成酵素が

保存され、DIF-1や MPBD を生産していることを明ら
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かにした。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］ポリケタイド合成酵素、ハイブリッド型

酵素、分化誘導、細胞性粘菌、土壌微生

物 

 
［研 究 題 目］「未知生育因子／1細胞探索システム」 

の構築と未培養微生物の安定培養の実現 

［研究代表者］菅野 学（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］菅野 学、玉木 秀幸、鎌形 洋一 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 新規な培養デバイスを開発し未培養微生物を効率的に

培養化することを最終目標に掲げ、本研究では、難培養

微生物の細胞濃度をデバイス供試前にあらかじめ高める

要素技術の開発を試みた。環境中の微生物群の一握りに

可培養微生物が限られる原因の1つとして、ある特定の

増殖の早い易培養な微生物が人工培地上に優占化されや

すいことが挙げられる。そこで本研究では、DVC 法の

原理と蛍光色素 CFDA-AM による細胞染色を組み合わ

せることで、任意の人工培養環境（栄養条件、温度、

pH など）で増殖の早い易培養な微生物と増殖の遅い難

培養な微生物を見分ける手法の検討を行った。実環境中

（湖沼底泥、沼水）の微生物群を対象に本手法を適用し

たところ、特定の微生物群が蛍光の伸長細胞として観察

された。本手法の適用前後の微生物群をそれぞれ DAPI
染色後に観察して分布パターンを調べたところ、通常サ

イズ1～3µm のサイズで分裂していた細胞が5µm 以上に

シフトしたと考えられた。これら伸長細胞は、難培養微

生物の分離を困難とする一因である易培養微生物と考え

られ、本手法の適用により12時間程度でその特徴化に成

功した。さらに、上記の操作に続けて、低強度の超音波

処理による易培養微生物の凝集体の解消とシリンジフィ

ルターを用いた分画を行うことで、各環境試料の微生物

群から0.8µm のフィルターサイズを通過する蛍光の非

伸長細胞のみを濃縮した。これら非伸長細胞は、任意の

人工培養環境では培養できない、もしくは生育速度の遅

い難培養微生物と考えられ、本手法の適用により1日以

内の操作でその標識と濃縮に成功した。今後、蛍光標識

した難培養微生物の細胞群をセルソーターで1細胞ずつ

培養デバイス上へ分取し、効率的に分離培養する方法の

確立を目指す。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］未培養微生物、DVC 法、培養デバイス 

 

［研 究 題 目］合掌造り家屋床下の焔硝生産遺構に生息

する新規微生物が有する未知硝化経路の

解明 

［研究代表者］成廣 隆（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］成廣 隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、世界遺産に登録されている白川郷合掌造

り家屋の床下で営まれていた「焔硝生産」の現場となっ

た土壌遺構に生息する微生物の生態と機能に着目する。

焔硝生産は、微生物群による硝化反応を巧みに利用して、

蚕糞や人尿などの窒素含有廃棄物から火薬の原料となる

硝石を得るバイオリファイナリー技術である。その中心

代謝系である硝化反応を担う未解明の微生物群を分子生

態学的解析により特定することを目標とする。今年度は、

9サンプルの床下遺構土壌を対象とし、次世代シークエ

ンス技術を利用したパイロシークエンス法に基づく分子

生態解析を実施し、硝化反応関連微生物の多様性を明ら

かにすることを試みた。16S rRNA 遺伝子を標的とした

パイロシークエンス解析の結果、各サンプルから3,000

～11,000個ずつの16S rRNA 遺伝子配列を獲得すること

ができた。各遺伝子配列の相同性情報等に基づき硝化関

連微生物の存在率を解析したところ、全原核生物の

0.1%～ 7.8%のポピュレーションを占めており、

Nitrosococcus、Nitrosospira、および Nitrosomonas
各属に近縁のアンモニア酸化菌、Nitrococcus および

Nitrospira 各属に近縁の亜硝酸酸化菌が優占している

ことが明らかとなった。来年度は、アンモニア酸化遺伝

子（amoA）に着目したパイロシークエンス解析を実施

し、さらに詳細に硝化関連微生物の生態を明らかにする。

なお、本研究の実施に当たっては、アメリカ合衆国イリ

ノイ州立大学の Wen-Tso Liu 教授の研究室に滞在し、

各種解析技術を習得した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］次世代シークエンス、16S rRNA 遺伝子、

パイロシークエンス、分子系統解析、未

知微生物、窒素循環 

 

［研 究 題 目］斬新な機能を有すると予測される、ガラ

クトシクロデキストリンの合成と利用研

究 

［研究代表者］清水 弘樹（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］清水 弘樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 β1-4Gal の環状糖鎖化合物（Gal-CD）は理論的には

存在可能で、分子モデリングに依れば分子表面の疎水性

が強くなり、通常のシクロデキストリンと反対の性質を

示すユニークなものになると予想されている。しかし実

際には合成が非常に困難で、未だその合成は達成されて

いない。この合成にマイクロ波利用技術を駆使して挑戦

し、合成後基本的な化合物の性質を検証、さらに反応系

への2次利用展開研究を計画した。 

 昨年度、糖ユニットの環化反応における反応点が近づ

くこと、また分子内反応となることで反応性の向上が期

待できる「コア化合物補助環化反応」の活用の検討と、

合成中間体となるガラクトース単糖誘導体の調製をおこ
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なった。今年度は、コア化合物とガラクトース誘導体を

リンクさせるリンカー長を分子モデリングにより検討し、

その結果に基づいて実際にβ1-4Gal の環状糖鎖化合物

（Gal-CD）合成に挑戦したが、残念ながら現在のとこ

ろ実際の化合物を得るに至っていない。そこで現在、化

学法のみならず酵素法による合成、当初予定した6糖環

状糖鎖化合物でなく7糖環状糖鎖化合物を合成ターゲッ

トとする、リンカーの炭素鎖長を C1でなく C3～C5を

検討するなど遂行中である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、シクロデキストリン、有機合成、

マイクロ波  

 

［研 究 題 目］超強力細胞保護ペプチド CPP の機能と 

応用技術に関する研究 

［研究代表者］津田 栄（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］津田 栄、西宮 佳志、坂下 真実、 

近藤 英昌、（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 北海道沿岸などの寒冷海域に生息する魚類が発現する

不凍タンパク質の中には非常に強い細胞保護機能を有す

る種類があり、それらは細胞保護ペプチド（Cell-
Preservation Peptide, CPP）と呼ばれている。CPP
を従来の細胞保存液に加えると、低温保存下にある細胞

の寿命が少なくとも5倍長くなることが明らかになって

いる。これまでの研究により、CPP が細胞膜と相互作

用することが示唆されているが、その詳細は未だ明らか

になっていない。本研究では CPP の性能評価および細

胞との相互作用解析によって、細胞保護機能の作用機序

の解明を行う。これらの結果を踏まえ、CPP というこ

れまでに無い特殊な保護剤と既存の保護剤、保存液を組

み合わせた新たな細胞保存液及び保存技術の開発を目指

す。この技術は、再生医療で使われる摘出細胞等、1週

間以内に需要のある細胞の保存技術の基盤となる。 

 これまでに魚体や遺伝子組換え微生物から精製したⅠ

～Ⅲ型の CPP を用いて肝臓細胞、上皮細胞、浮遊細胞

などを保存する実験を行い、CPP がどの細胞に対して

も一定の保護効果を発揮することを見出した。ペプチド

を含まない細胞・組織保存液としてユーロコリンズ液を

えらび、同液に CPP を溶解したときの細胞保護性能を

解析した。その結果、マウス膵島細胞に対しては、Ⅰ型

とⅢ型の CPP が保護効果を発揮するがⅡ型 CPP は効

果を発揮しないことが示された。ウシの7日齢胚（受精

卵）に対するⅢ型 CPP の細胞保護効果を解析したとこ

ろ、199培地、20%ウシ血清、20% HEPES 緩衝液によ

って同受精卵は7日間ものあいだ発生と止めた状態で生

存することが明らかになった。さらに、多次元核磁気共

鳴法を用いて CPP の水溶液構造の解析を行い、CPP の

細胞膜作用部位に関する構造情報を得た。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］蛋白質、大量生産、細胞、膜保護、構造

解析、NMR、X 線  

 
［研 究 題 目］根域の環境調節による根菜類の水耕栽培

技術の開発 

［研究代表者］田坂 恭嗣（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］田坂 恭嗣（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、水耕栽培において根域の環境調節技術を

利用し、根菜類の効率的な栽培方法を開発することを目

指している。すなわち、我々がこれまで植物工場で開発

したジャガイモ水耕栽培法を改良して、根への光照射や

養液温度の管理、培地（支持体）の検討、浸透圧ストレ

スを与える等の手法を用いて根域環境を調節することで、

根活性を上げ、植物体の成長を促進し、塊茎を誘導させ

るための全く新しい栽培方法を開発することを目指して

いる。 

 昨年度の結果から根域の環境（養液温度や光照射）を

制御する方法で、地上部の栽培温度や日長等を変えない

で、植物体の生育を促進し、塊茎形成を誘導できること

が分かった。今年度は引き続き水耕栽培試験を継続しな

がら、更に分子生物学的手法を用いて、根域環境制御と

生育や塊茎肥大に関する遺伝子の発現について調査した。

根域の養液温度に対する影響について検討したところ、

養液温度を下げることで塊茎を誘導できることが確認さ

れた。すなわち養液温度17℃、23℃、27℃の3つの処理

区でたん液水耕栽培を行ったところ、17℃処理株の生育

は、地上部、地下部とも他の処理区より劣っていたが、

わずか2週間で塊茎が誘導された。このとき、塊茎肥大

時に高発現することが知られているエクスパンシン遺伝

子と Ran 遺伝子について半定量 RT-PCR 法により遺伝

子発現レベルを解析した結果、低温下ではエクスパンシ

ン、Ran 遺伝子ともに発現が低下することが分かった。 

［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］水耕栽培、ジャガイモ、環境調節 
 

［研 究 題 目］トンボの体色変化・体色多型の分子基盤

の解明 

［研究代表者］二橋 亮（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］二橋 亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 トンボは主に視覚でお互いを認識するため、翅色や体

色に著しい多様性が見られる。トンボの成虫における色

彩変化や色彩多型については、生態学的、行動学的な視

点から多くの研究が行われてきたが、具体的な色素や体

色に関わる分子機構については、全く不明であった。平

成24年度は、3種類のアカトンボ（アキアカネ、ナツア

カネ、ショウジョウトンボ)の成熟オスにおける黄色か

ら赤色への体色変化が、2種類のオモクローム色素の酸

化還元反応によって生じることを、動物の体色変化に関
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わる新規なメカニズムとして PNAS 誌で報告した。赤

くなったトンボは抗酸化状態を保っていたことから、そ

の分子機構が明らかになれば、抗酸化反応に関わる新た

な知見が得られる可能性がある。次世代シークエンサー

を用いた遺伝子発現解析により、成熟したオスで発現量

が上昇している酵素や結合蛋白質を見出したことから、

これらが色素の抗酸化反応に関与する可能性が考えられ

た。さらに、白～水色のシオカラトンボでは、♂が成熟

すると Wax 状の物質を大量に分泌し、その微細構造に

基づく構造色であること、日向を好むシオカラトンボの

Wax は UV を強力に反射するのに対して、日陰を好む

近縁種のオオシオカラトンボでは、UV 反射能が弱く、

生息環境の違いと対応していることを新たに発見した。

これらの発見は、紫外線反射に関わる新たな生物素材と

しての応用面への展開も期待できる結果と考えられた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］昆虫、トンボ、進化、遺伝子探索、体色

変化 

 

［研 究 題 目］真菌類における二次代謝産物を多く産生

するテンプレート培養条件の設計 

［研究代表者］梅村 舞子（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］梅村 舞子(常勤職員1名) 

［研 究 内 容］ 

 真菌類が産生する二次代謝物質は構造的に多岐にわた

り、多様な生理活性を示すため、ペニシリンやシクロス

ポリンを始めとして、薬剤として有効なものが多い。主

な生合成経路として、ポリケチド、非リボソームペプチ

ド、テルペノイドに分かれるが、物質によって生産する

培養条件が大きく異なり、生産性も安定しないことが多

い。したがって、望む二次代謝物質の産生に適した培養

系をデザインすることは研究上意義が高いが、これまで

の多くの研究にもかかわらず、総合的な知見は現在のと

ころほとんど存在せず、研究者の経験と勘に任せられて

いる部分が大きい。本研究では、糸状菌 Aspergillus 
oryzae について様々な培養条件下で取得した190を超え

る大規模遺伝子発現（アレイ）情報を用いて、個々の二

次代謝物質の産生に適した培養系をデザインすることを

目的としている。 

 初年度である平成24年度は、大規模アレイ情報を74の

代謝経路毎にまとめて、独自の手法を交えながらクラス

ター分析および相関分析を行った。その結果、A. 
oryzae において、二次代謝経路の種類に応じた遺伝子

発現パターンが存在することを見出した。すなわち二次

代謝経路は大きく炭化水素系とアミノ酸系に分かれ、一

次代謝経路の中にも、それらと連動して動く一団のグル

ープが各々存在する。これは、ある種類の二次代謝物質

の産生と連動した特徴的な遺伝子発現パターンが存在す

ることを示唆するもので、生合成遺伝子の不明な二次代

謝物質の産生を遺伝子発現情報から判断することにつな

がる、重要な知見である。さらに、二次代謝経路の各グ

ループは、飢餓状態や低窒素といったそれぞれ特徴的な

培養条件の下で発現することも明らかになった。これに

より、二次代謝物質を高生産させる培養条件を、種類に

応じてデザインできる可能性を裏付けることができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］二次代謝経路、大規模遺伝子情報、真菌

類、代謝パターン、培養条件 

 

［研 究 題 目］電気化学顕微鏡を利用した初代培養細胞

の動態解析システムの開発 

［研究代表者］平野 悠（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］平野 悠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 生体より回収された植え継ぐ前の細胞（初代培養細胞）

は生体臓器に近い機能を保持しているため薬剤活性の解

析には必須である。例えば、心筋細胞ではその拍動パタ

ーン、脂肪細胞では脂肪の蓄積・消費に伴う形状変化が

解析指標となる。しかしながら、細胞群を対象とした初

代培養細胞の測定には定量性に課題があり、また形状が

変化する細胞を連続して観察することは極めて困難であ

った。そこで、本研究では、生細胞を非接触で観察可能

な走査型電気化学顕微鏡（SECM）を利用して初代培

養細胞の評価システムを開発し、薬剤解析への応用を試

みた。 

 2012年度は11年度に開発した心筋細胞の拍動解析シス

テムを改良することで、拍動する細胞の酸素消費量の測

定が可能となった。さらに、測定データから拍動の動き

を解析するソフトウェアを開発した。これにより、培養

温度を変えたときの拍動の動きおよび酸素消費量の変化

を観察することができた。 

 薬剤の誘発する心室筋の活動電位持続時間（QT 間隔）

の延長は、最悪の場合、心停止を伴う重篤な副作用であ

り、一般的には心筋細胞の拍動時の細胞外部電位を測定

することで評価されている。開発したシステムを QT 延

長アッセイへ適用し、心臓へ副作用を起こす薬剤（アス

テミゾール）を培地に添加した時の拍動パターンを観察

した。その結果、薬剤添加により拍動の間隔が乱れる様

子を観察することができた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］走査型電気化学顕微鏡、電気化学、細胞、

マイクロ電極 

 

［研 究 題 目］植物細胞壁の酵素分解におけるキシログ

ルカン分解酵素の作用機構の解明と利用 

［研究代表者］矢追 克郎（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］矢追 克郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 キシログルカンはβ1,4グルカンを主鎖として、キシ

ロース側鎖を高頻度に持つ構造を有している。そのため、
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キシログルカンを分解する酵素は、主鎖を分解する酵素

と側鎖を分解する酵素に大別される。主鎖を分解する酵

素であるキシログルカナーゼについては、分解様式がエ

キソ型、エンド型、エンドプロセッシブ型など多様なメ

カニズムが存在する。今年度は、エンドプロセッシブ型

の作用機構である Paenibacullus 由来の GH74キシログ

ルカナーゼ（XEG74）について立体構造情報を基にし

た変異を導入し、エンド型の作用機構に変化した変異酵

素を獲得した。側鎖構造を切断する酵素としては、キシ

ロース側鎖に結合するガラクトースを分解する酵素であ

るβガラクトシダーゼを6種類クローニングした。大腸

菌による異種宿主発現に成功し、His-Tag を用いて高純

度に精製した。精製した組換えβガラクトシダーゼの諸

性質を解析し、キシログルカン側鎖中のガラクトースへ

の作用を解析した。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］キシログルカン、ヘミセルロース、ヘミ

セルラーゼ、植物細胞壁、バイオマス 

 
［研 究 題 目］メタンハイドレート成因解明をめざした

生物学的メタン生成とハイドレート形成

の再現 

［研究代表者］鎌形 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題は、生物的メタン生成を高圧下で起こす事が可

能か否か、を検証することによって、海洋ならびに陸地

地下圏において今なお起きつつあると推定される生物学

的メタン生成ならびにメタンハイドレート形成を実験室

的に再現することを試み、メタンの成因解明をめざすも

のである。本研究ではまず生物的メタン生成を高圧下で

起こす事が可能か否かを検討した。まず地下圏に広く存

在する典型的な高温性メタン生成古細菌である

Methanothermobacter thermautotrophicus の培養を

試み、さらには酢酸を炭素源として酢酸酸化水素生成型

微生物と水素資化性メタン生成古細菌の共生培養を試み

た。培養はシリンジポンプにより圧力容器内部の圧力を

保持しながら上述の微生物の培養液ならびに基質を注入

し、カラム状容器に高温ヒーターを装填して行った。本

実験手法を用いることによってこれらの微生物系が高温

高圧条件で生育しメタン生成を行うことを捉えた。 
［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］メタン生成古細菌、水素、メタン、地下

圏、安定同位体 

 
［研 究 題 目］深部地下圏を模擬した高圧条件下におけ

る生物的メタン生成過程の解明 

［研究代表者］鎌型 洋一（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］鎌形 洋一、坂田 将、吉岡 秀佳、 

皆川 秀紀（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は生物的メタン生成が高圧下で起こりうるか否

か、とりわけ(1)メタン生成に必要な水素を供給する微

生物と水素からメタンを生成する微生物間で種間水素伝

達が高圧下で起こりうるか、(2)ケロジェン等根源有機

物由来と考えられる中間物質からメタン生成に必要な酢

酸を生成する微生物とメタンを生成する微生物との間で

酢酸授受が高圧下で起こりうるか等を検証することによ

って、海洋ならびに陸地地下圏において今なお起きつつ

あると推定される生物的メタン生成を実験室的に再現す

ることを試み、メタンならびにメタンハイドレート成因

解明をめざすものである。中度高温帯域でメタン生成古

細菌の基質となる物質（主に水素）を供給する発酵性微

生物とメタン生成古細菌との間で種間物質伝達が高圧下

で起こりうるか否かを明らかにした。また原油ならびに

あらかじめメタン生成古細菌その他の微生物の存在が確

認されている地層水の混合物の培養を試み、メタン生成

の有無を測定した。培養はステンレス製高圧培養器を用

い、上記培養を常圧ならびに高圧下で培養を行った。そ

の結果、100気圧以上の静水圧においても微生物の生育

が認められ、メタン生成を確認することができた。また

圧力変化に伴うメタンの安定同位体比を測定することに

より、メタンハイドレートの成因過程との関係を明らか

にすることを試みた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］微生物群集、メタン生成古細菌、地下圏、

分子系統解析、酢酸、水素、メタン 

 

［研 究 題 目］代謝遺伝子サイレンシングライブラリ72

の構築 

［研究代表者］中島 信孝（生物プロセス研究部門） 
［研究担当者］中島 信孝、高橋 一弘 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 微生物による物質生産は、バイオマス（再生可能な生

物由来の資源）を原料として、温和な条件下で行われる。

そのため、従来の化学的に物質を合成する方法に対して、

低環境負荷・省エネルギーである。大腸菌は世界で最も

研究が進んでいる微生物で、扱いも容易なことから、有

用物質を生産する宿主として頻繁に用いられる。しかし

天然の大腸菌のままでは有用物質生産に向かないことか

ら、遺伝子組換え技術を駆使し、その代謝経路に改変を

施す必要がある。そこで、代謝経路のうち、特に重要な

中央代謝経路について、包括的に解析する技術の開発を

行った。具体的には、大腸菌の中央代謝経路は、解糖系、

TCA 回路、呼吸鎖の総計60反応ステップからなり、71

遺伝子産物が関与しているが、これらの反応ステップ全

てに対するアンチセンス RNA の発現ベクターを作成し

た。その結果、71遺伝子全てにおいて満足できるレベル

のサイレンシング効率を達成できた。 
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 さらにそれらベクターを用いて各遺伝子個別にサイレ

ンシングした時に、糖資化性（グルコース、ピルビン酸、

コハク酸、酢酸）がどのように変化するかを調査した。

その結果、過去文献で発表されている遺伝子破壊株での

結果と一致するものもあれば、そうでないものもあった。

さらに、サイレンシング前後で、グルコースを唯一の炭

素源とした時の中間代謝産物がどう変化するか、高速液

体クロマトグラフィーを用いて解析した。その結果、ピ

ルビン酸、フマル酸などに顕著な蓄積量の変化が見られ

た。 
［分 野 名］ライフサイエンス 
［キーワード］遺伝子、大腸菌、ゲノム、炭素代謝経路、

アンチセンス RNA、サイレンシング、

バイオマス 
 

［研 究 題 目］インジゴ還元槽中の微生物槽の機能解明 

［研究代表者］湯本 勳（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］湯本 勳（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

目標、および研究計画： 
 インジゴ還元槽中の機能性微生物の分離と機能解析を

行い、微生物叢形成原理を明らかにする。 
年度進捗状況： 

 本研究の目的はインジゴ還元槽が雑菌汚染の可能性が

ある状況で運用していながら、数ヶ月以上の長期間にわ

たってインジゴ還元の状態を維持出来る要因を菌叢ベー

スで突き止めることである。そのためにはインジゴ還元

槽の安定期に、インジゴ還元の原因となる細菌を特定し、

コンタミの原因菌との相互作用を検討することが有効な

方法論の一つとして考えられる。そこで、インジゴ還元

槽の安定期に、インジゴ還元能を持つ細菌のさらなる分

離を試みた。その結果、これまで分離されていた C40お

よび N214に加え N314株を分離することに成功し、イ

ンジゴ還元能を持つことを明らかにした。当該菌株は植

物系の高分子であるデンプン、キシラン、セルロースを

分解し、L-アラビノース、D-アラビノース、D-キシロ

ース、D-グルコース、D-フルクトースなどから嫌気条

件下で酸を産生した。生育温度域は26～39℃で、至適生

育温度は36℃であった。生育 pH 域は pH8.0～11.6で

至適 pH は9.0であった。上記の他菌体脂肪酸組成、

16S rRNA 遺伝子シークエンス解析および DNA-DNA
交雑その他の生理生化学的性状検査の結果、当該菌株は

新種であることが明らかになった。当該菌株は C40およ

び N214と多くの性質において類似した性質を示したが、

生育 pH 特性、抗生物質感受性、各種酵素活性において

異なる性質を示した。以上のことから、分類学上類似し

た、少しずつ性質の異なる細菌が存在することも、イン

ジゴ還元槽の安定化要因になっている事が推測された。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］遺伝子解析、微生物叢、インジゴ還元 

［研 究 題 目］二次代謝産物生産に適した糸状菌遺伝子

発現システムの開発 

［研究代表者］五味 勝（東北大学） 
［研究担当者］町田 雅之、小池 英明、梅村 舞子 

（生物プロセス研究部門） 
（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 糸状菌は多種多様な二次代謝化合物を生産する能力を

有する。近年の糸状菌ゲノム情報の整備により多様な生

合成経路の存在が明らかとなり、未知・未利用の遺伝子

が従来の予想をはるかに超えて存在することが明かにな

った。これらの生合成過程に関わる酵素群はクラスター

構造を形成しており、クラスター内の遺伝子群が協調的

に発現することにより、複雑な構造をもつ化合物が生産

される。本研究では東北大との共同により、糸状菌ゲノ

ム中から見出された生合成遺伝子クラスターについて、

その全長または一部を導入・高発現させ、生合成マシー

ナリーを構築することにより、生合成中間体を含む生産

物の構造解析に資するとともに、構造変換が可能と考え

られる異種由来酵素遺伝子の置換または導入によって新

規化合物の生産を可能にすることを目指している。今年

度は、麹菌などから二次代謝化合物を生産すると予想さ

れた遺伝子クラスター6個を同定し、その遺伝子構成を

解析するとともに、クラスター内にある転写因子モチー

フをもつ遺伝子を高発現することにより、クラスターの

協調的な発現と物質生産の変化を解析した。特に遺伝子

の高発現には、二次代謝の生産時期に活性化すると考え

られるプロモーターの利用を試みた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］二次代謝、糸状菌、遺伝子クラスター、

有用物質生産 

 

［研 究 題 目］昆虫共生細菌による宿主性比操作メカニ

ズムの解明 

［研究代表者］春本 敏之（生物プロセス研究部門） 

［研究担当者］春本 敏之（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 キイロショウジョウバエ Drosophila melanogaster
のメスに共生細菌スピロプラズマ Spiroplasma が感染

すると、次世代のオスだけが殺される。本研究は、この

「雄殺し」という生殖操作の分子メカニズムを解明する

ことを目的とする。スピロプラズマ感染オス胚では異常

な細胞死が起きることが報告されている。そこでまず、

抗活性化型 Caspase-3抗体及び TUNEL 法による免疫

組織染色により、細胞死のパターンを胚発生の段階を追

って観察した。その結果、感染オス胚では異所的な細胞

死が孵化後6-7h より見られ始め、12-13h 以降に胚致死

となるようであった。次に、通常発生で起きる細胞死に

必須の遺伝子を欠失した H99欠損系統を観察した結果、

感染メス胚では TUNEL シグナルはほぼ完全に失われ
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ていたが、感染オス胚では弱いながらも TUNEL シグ

ナルが検出された。このことは、スピロプラズマ感染に

よる異常な細胞死には、通常は活性化しない経路が関与

している可能性を示唆している。胚発生との関係を調べ

るため、セグメントポラリティ遺伝子や Hox 遺伝子の

発現パターンを観察したが、顕著な異常は見られなかっ

た。一方、中枢神経系の形成は損なわれており、神経分

化への影響が示唆された。現在、スピロプラズマ感染に

よる胚発生への影響および、オス殺しを引き起こすスピ

ロプラズマ遺伝子を網羅的に調べるため、感染胚とスピ

ロプラズマ双方について RNA-Seq による遺伝子発現解

析を行っている。今後、サンプル数を増やすとともに候

補遺伝子の絞込みを行い、オス殺しとの関連を解析して

いく予定である。  

［分 野 名］ライフサイエンス   

［キーワード］昆虫内部共生、共生細菌、オス殺し、免

疫染色、遺伝子発現解析 
 

［研 究 題 目］リン酸塩ガラス電解質を用いた中温作動

燃料電池の開発 

［研究代表者］鷲見 裕史 
（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］鷲見 裕史、藤代 芳伸 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

1.研究目的 

 Pt 触媒使用量低減や加湿システムの簡略化等の観点

から、従来の固体高分子形燃料電池（PEFC）よりも高

い150～300℃の中温で作動する燃料電池の開発が望まれ

ている。本研究では、プロトン伝導性を示す無機リン酸

塩ガラスに着目し、導電率向上にむけた基礎的検討を行

った。 

2.研究手段 

 酸化物、炭酸塩およびオルトリン酸を原料とし、一般

的な溶融急冷法によってリン酸塩ガラスを得た。核磁気

共鳴（NMR）およびラマン分光によってガラス構造を

解析するとともに、実際に燃料電池を試作し、150～

250℃における発電性能を評価した。 

3.年度進捗 

 今年度は、ガラス組成と合成温度の最適化を行い、ガ

ラス構造とプロトン導電率の相関を詳しく調べた。

P2O5濃度70mol%系では、リン酸亜鉛ガラス（ZnO-P2O5）

が最も高い導電率を示した。合成温度の低下とともにガ

ラス内のプロトン濃度が増加し、800℃で合成したリン

酸亜鉛ガラスの導電率は、250℃において1×10-3S/cm
に達した。このガラスを電解質に用いて燃料電池を作製

したところ、mW レベルの出力が得られることを実証

した。今後は、さらなる導電率向上に取り組むとともに、

電解質の薄膜化や、電解質－電極一体成形プロセス等の

検討を行う。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］燃料電池、エネルギー効率化、電気化学、

プロトン伝導、ガラス 

 
［研 究 題 目］事例とシナリオモデリングに基づく持続

可能ビジネス設計・立案支援手法 

［研究代表者］近藤 伸亮 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 伸亮、高本 仁志、松本 光崇 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、持続可能な社会に向けた動きを企業

のビジネスモデルや、生活者のライフスタイルとして協

調的に設計するための方法論および支援システムを構築

することである。その方法として、様々な事業分野にお

いて共通して生起するエコビジネス構築の障害や、それ

らに共通する問題構造、解決方法を「パターン」として

整理し、パターンおよびパターンの使い方を様々な関係

者間で「言語」のように共有することで、エコビジネス

を協調して設計できるようにする「パターン言語」とい

う考え方を採用する。 

 本年度は、文献調査、インタビュー調査を通じてエコ

ビジネス事例を収集するとともに、パターン言語の要素

となるパターンの収集、整理、類型化を行った。また、

生分解性プラスチックを例題として、エコビジネス設計

ワークショップを行い、エコビジネスにおけるアイデア

生成プロセスを分析し、パターン言語を用いてエコビジ

ネスを設計するための必要条件や、要求機能等を抽出し、

手法開発のおおまかな指針を策定した（例えば、エコビ

ジネスを因果モデル、ステークホルダモデル等の複数の

モデルを用いて表現すること、トップダウンあるいはボ

トムアップ的に事象の因果ツリーを構築することでエコ

ビジネスのアイデアを生成することなど）。さらに、エ

コビジネス設計支援手法の実地での適用を支援するため、

東京都環境局担当者と打ち合わせを行い、マイクロソフ

トアクセスを用いてエコビジネス事例データベースのα

版を開発した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］エコビジネス、設計支援、事例ベース推

論、パターン言語 

 

［研 究 題 目］生活環境内のコンフリクト解消に向けた

行為シーケンスのパタン・ランゲージの

構築 

［研究代表者］近藤 伸亮 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］近藤 伸亮（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、生活環境において人々の快適な活動

を阻害する要因（以下、コンフリクト）を人々の行為シ
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ーケンスを収集・分析することで抽出し、これらを体系

的に整理・構造化することで、コンフリクト解消のため

の設計方法論を「パターン言語」という形式で開発する

ことである。 

 本年度は、行為シーケンスにおいて生じるコンフリク

トを因果ループ図により表現することを試みた。すなわ

ち、記録された生活者の行動を一連の行為へと分節化し、

行為または行為シーケンスと行為が観察された環境との

相関関係を分析し、行為と環境との因果ループ図を作成、

蓄積することで、行為シーケンスにおいて生じるコンフ

リクトを体系化し、その解法をパターン化することを試

みた。生活者の行為シーケンスデータとして、設計オフ

ィス内での設計者たちの移動軌跡の記録を行ったが、因

果ループ図を用いた分析には、データの粒度が不適切で

あったので、上記手法を工業製品のリユース、リサイク

ル等の事例における企業活動の因果ループモデルに適用

し、これに基づく設計手法が開発可能であることを示し

た。 

 また、行為シーケンスの獲得のためには、人の動作を

安価に、簡単に取得するシステムを開発することが必要

である。マイクロソフト社の深度情報取得カメラを用い

て、これを実現するプロトタイプシステムを開発した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］生活環境のコンフリクト、パターン言語、

行為シーケンス 

 
［研 究 題 目］複合機能性デバイスの開発 

［研究代表者］佐藤 宏司 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］佐藤 宏司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、形状記憶合金と圧電材料の今までは個別

に利用されてきた2つの全く異なる機能性材料の特徴が

機能したまま結合させる技術の研究を進めるとともに、

形状記憶効果、超弾性効果、圧電効果、焦電効果が連成

して起こる現象を解明し、個々の機能の利点を生かし、

欠点を他の機能で補うことができるハイブリット多機能

センサ・アクチュエータシステムの開発を行う。 

 本年度は、基礎研究に重点を置き（1）水熱合成法で

製膜する上での最適な条件の探索、（2）水熱合成法で成

膜する上での最適な条件の探索を行い、チタンの含有率

が低い形状記憶合金だけでなく、ステンレスなど全くチ

タンを含まない材料への成膜に成功した。 

 また（3）形状記憶効果、超弾性効果、圧電効果、焦

電効果の特性の評価として、超弾性状態にした複合繊維

の変形を表面の圧電薄膜で測定を行う事により、形状記

憶効果と焦電効果の影響を無くし、超弾性状態の伸び変

形による圧電効果の評価を行った。PZT などの圧電性

セラミックスの最大変形量は高々0.1%程度であるが、

水熱合成法により作製した PZT 薄膜は密度が低く柔軟

性に富むため、形状記憶合金の超弾性効果による弾性変

形（5%程度）でも剥離が起こらず、変形量を正確に測

定することができることが分かった。 

 また有限要素法を利用することにより、4つの効果の

連成解析を行い、視覚的にそれぞれの効果が連成して起

こることを示すことができた。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］センサ、アクチュエータ、形状記憶合金、

圧電材料 

 

［研 究 題 目］液体金属を内包する構造体の音響振動に

よるその場予寿命診断技術の開発研究 

［研究代表者］佐藤 治道 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］佐藤 治道（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 中性子ビームは軽元素で透過力が強く磁気モーメント

があるという特徴があり、Li 電池の Li の位置や磁性材

料の磁場分布の観察、癌の治療等に使われている。中性

子は、SUS（ステンレス）容器内に水銀を満たし、そ

れに陽子線を照射することによって発生させる。この時

キャビテーションも発生し、SUS 容器が劣化する。

SUS 容器は数百トンもある巨大な構造物なので、その

製造や廃棄のコストが問題になっている。そこで、日本

原子力研究開発機構では、有限会社超音波材料診断研究

所と共同で、超音波を用いた SUS 容器の診断法の開発

を行っている。本年度は、レーザー光を用いて SUS に

超音波を非接触に発生させ、レーザー干渉計で超音波を

非接触に検出する実験を行った。有限要素法を用いたシ

ミュレーション結果との比較から、板厚に比べて波長が

少し短かったが、板波が励起されていることが確認され

た。また、SUS 容器が劣化したときの液体（水銀）と

固体（SUS）の連成振動の解析を行うため、超音波の

減衰がある材料を伝搬するガイド波の解析解を得た。こ

の解析解は内部に液体を満たしたパイプを伝搬するガイ

ド波の解析解であり、減衰がある場合、つまり波数が複

素数になる場合の解析解としては、世界で初めてのもの

である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、非破壊検査、ガイド波 

 
［研 究 題 目］傷形状の復元アルゴリズム統合による磁

気計測探傷法の新展開 

［研究代表者］笹本 明（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］笹本 明（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 前年度の成果を引き続き、ラプラス方程式から導かれ

る境界積分方程式に関する議論を海外の研究者と検討し、

特異積分方程式を用いる解法によって空間2次元の表面

に垂直亀裂を有する問題と内部にクラックを有する問題
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について、各々の解の陽的表現を得る事が出来た。加え

て2次元領域の内部に亀裂を有し、その亀裂両端に飛び

のある Dirichlet データが与えられたラプラス問題を検

討し、これまでに複雑な条件の下で存在が保証された過

去の報告に代えて、大幅に簡約化された境界積分表現を

得て、ヘルダー連続な関数空間での解の一意性と可解性

を証明した。この成果は国際学術論文誌に発表した。ま

た漏洩磁束のモデルの積分表現での妥当な定式化の検討

を行った。これに関連して、表面から垂直に亀裂の入っ

ている平板に流れる電流が表面につくる電位について、

境界積分法に基づいて2次元の厳密解を求めることに成

功した。また同時に傷深さを示す逆問題の解を計算可能

な数式表現を得た。その数値計算と併せて、この成果を

国際会議において発表した。会議においては内外の研究

者との渦電流探傷およびその逆解析の数値解析のための

調査を実施した。前年度の磁場印加部の機構と3次元磁

気センサ構造の概念設計に基づいて、直流から1MHz
の周波数範囲で十分なゲインを有するアンプ回路を設計

した。この設計に基づき、GMR センサを用いた磁気セ

ンサおよびそのアンプ回路を製作した。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］非破壊検査、磁気探傷、3次元磁場セン

シング、積分方程式の可解性、亀裂数理

モデル 

 
［研 究 題 目］複合機能型潤滑剤の設計と評価 

［研究代表者］三宅 晃司 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］三宅 晃司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 複合機能潤滑剤分子を設計するための指針構築のため、

カチオンとアニオンの組み合わせによりさまざまな特性

を発現することができるイオン液体（IL）を対象に、

FTIR，XPS を用いて、イオン液体と腐食との関係につ

いて、湿度の影響について検討を行った。潤滑剤として

カチオンに 1-ブチル -3-メチルイミダゾリウム

（BMIM）、アニオンにハロゲンを含むトリフルオロメ

タンスルホネート（OTf）を用いて実験を行った。その

結果、湿度が高くなるにつれ IL 中に含まれる水分量が

多くなり、腐食摩耗が進行することが分かった。また

IL 中の水分量が多いと、IL に取り込まれた水の状態が

変化し、腐食に大きく寄与していることが分かった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］イオン液体、腐食、水、イミダゾリウム 

 

［研 究 題 目］化学溶液法における紫外レーザー照射時

のナノ秒温度計測に基づく光結晶成長機

構の解明 

［研究代表者］篠田 健太郎 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］篠田 健太郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 塗布光照射法では、紫外パルスレーザー照射時の数十

ナノ秒程度のごく短時間における表面温度上昇が、酸化

物薄膜の低温合成に極めて重要な役割を果たすことが数

値計算によりわかってきたが、電子顕微鏡断面観察によ

る結晶成長領域との整合がとれないなど、光結晶成長機

構には未解明な点があり、表面温度のナノ秒スケールで

の実測が求められた。そこで、本年度は、高速応答の近

赤外フォトディテクタ、バンドパスフィルター、集光レ

ンズを用いて、紫外パルスレーザー照射時の試料表面か

らの放射光を検出する装置を試作した。本装置を用い

て、シリコンウェハにパルスレーザーを照射したときの

放射光プロファイルと数値計算プロファイルを対応させ

たところ、良好な一致を示しており、計測装置の時定数

が問題ないことを確認した。また、実際に、マンガン系

ペロブスカイト酸化物薄膜作製時に基板にチタン酸スト

ロンチウム単結晶とアルミン酸ランタン単結晶を用いた

場合の冷却挙動を計測したところ、チタン酸ストロンチ

ウム上の方が冷却速度が小さいことがわかった。このよ

うに、本計測手法により、プロセス条件の差異が判別で

きるようになり、光結晶成長機構における光熱反応につ

いて考察することが可能となった。また、透明導電膜の

一例として酸化インジウムスズ薄膜に異なるレーザー強

度で紫外パルスレーザーを照射したときの放射光プロフ

ァイルと試料表面の原子間力顕微鏡像を対応させたとこ

ろ、アニール、再溶融、アブレーションの状態を判別で

きることが確認でき、本手法がエキシマレーザープロセ

シングのモニタリングツールとしても有用であることが

わかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］酸化物薄膜、塗布光照射法、エキシマレ

ーザープロセス、プロセスモニタリング 

 

［研 究 題 目］熱音響システムの高効率化のためのハニ

カムセラミックスの検討 

［研究代表者］小塚 晃透 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］小塚 晃透、安井 久一 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 熱音響システムは、熱（温度差）と音響（気体媒質の

振動）のエネルギ変換システムである。音波は流体媒質

中を縦波（疎密波）として伝搬するため、媒質は音波の

周期で圧縮・膨張を繰り返す。圧縮時には発熱して周囲

に熱を放出し、膨張時には吸熱して周囲を冷却する。多

数の微細孔を有する熱音響変換素子をこの音場中に設置

すると、微細孔の壁面との間で熱交換が行われ、熱の移

動を行うことが可能である。本年度は、直線管中に形成

した定在波音場中に、各種の熱音響変換素子を配置して、
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素子の両端に発生する温度差を測定することを試みた。 

 本研究で用いた直線管は、内径42mm、長さ1500mm
のステンレス製である。一端に設置したスピーカに

226Hz、10W の電気入力を与えて音波を放射し、他端

を反射板で塞いだ閉管中に定在波音場を形成した。そし

て、音場中に設置した熱音響変換素子の両端の温度差を

熱電対で測定した。熱音響変換素子は、ハニカムセラミ

ックス6種（壁厚、孔径が異なる）、ステンレス金網を

積層させたもの8種（針金の径、目の間隔が異なる）、

ガラス管を束ねたもの（外径1.3mm、内径0.8mm の管

860本）を用意した。素子の物性を示すパラメータには

開口率と ωτ があり、開口率は大きく、ωτ は1に近いほ

ど変換効率が良いと考えられる。 

 実験の結果、いずれの材料においても温度差の発生が

確認されたが、材料により違いが現れた。最も高い温度

差を得たものは、ハニカムセラミックスの微細孔のもの

（ωτ が1に近い）であった。ハニカムセラミックスは開

口率が大きく、均一な微細孔をもつことが優位に作用し

たと考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］熱音響、超音波、熱エネルギ、ハニカム

セラミックス 

 

［研 究 題 目］安価な砂鉄、珪砂等を用いた自然系液体

用しゅう動材料の開発 

［研究代表者］村上 敬（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］日比 裕子、間野 大樹、松崎 邦男 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 1997年の京都議定書以降、地球温暖化抑制のため国内

外で CO2排出量の削減が重要な課題になってきている。

CO2排出量削減方法の一つとして、自動車エンジンの燃

料を化石燃料からバイオエタノールなどの自然系液体に

切り替える方法が考えられる。このためには現在使用さ

れている内燃エンジンのしゅう動材料をエタノールに合

った材料に切り替える必要があるが、このような研究は

ほとんど進んでいない。本研究は、最近、研究代表者ら

が低摩擦・低摩耗であることを明らかにしたαFeSi2基
合金について、最適な組成やコーティング作製条件など

を明らかにし、かつ低摩擦・低摩耗機構を明らかにする

ことを目的とする。本年度は、αFeSi2系合金について

さらに低摩擦・低摩耗である条件等を探索し、その結果

摩擦係数0.5～0.7、比摩耗量10-6～10-7mm3/Nm になる

組成のバルク状焼結体を作製することができた。一方で

パックセメンテーション法を用いて、シリサイド、アル

ミナイド、ボライド及びクロム炭化物を鋼や片状黒鉛鋳

鉄試験片全面に形成させ、これらのうちアルミナイド、

ボライド及びクロム炭化物被覆試験片については、高硬

度で密着性の良い被膜を得ることができた。しかしシリ

サイド被覆試験片については高硬度で密着性の良い被膜

を得ることができなかった。この原因としては、鉄原子

が基板内部から基板表面に拡散し、カーケンドールボイ

ドが形成されやすいことが考えられ、今後、二重拡散法

などを用いたり、拡散処理を行う基板の組成を変えるな

どの改善を行う予定である。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］金属間化合物、エタノール、トライボロ

ジー 

 
［研 究 題 目］表面化学修飾法による核磁気共鳴画像用

ガドリニウム担持ナノダイヤモンド粒子

の作製 
［研究代表者］中村 挙子 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］中村 挙子、大花 継頼 

（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 
 表面化学修飾法を利用することにより、生体親和性・

化学安定性等の高機能を有するナノダイヤモンド（ND）

粒子の特性を利用した、核磁気共鳴画像法（MRI）新

規造影剤適用を目指したガドリニウム（Gd）担持ナノ

ダイヤモンド粒子作製法の開発を目的とする。 

 本年度は、ND 粒子表面官能基に基づく有機化学反応

を利用し、MRI 造影能を有する Gd 担持 ND 粒子作製

法について集中的に検討した。 
 具体的には、ND 粒子表面上には水酸基が多数存在す

ることから、各種金属イオンとの高いキレート機能を有

するジエチレントリアミン五酢酸（DTPA）のカルボン

酸基と、塩化チオニル存在下において脱水縮合反応を行

うことにより、エステル結合を介して ND 粒子表面上

に DTPA 分子を化学修飾した。化学修飾処理後に XPS、
FTIR、質量分析を行ったところ、XPS においては新た

に N1s（398.9eV）ピークが観測され、FTIR において

はカルボニル基由来のピークが観測され、質量分析にお

いても DTPA 由来のフラグメントが観測されたことか

ら、ND 粒子表面上への DTPA 分子の化学修飾が確認

された。さらに、MRI 造影能を有する Gd イオンを錯

形成させるため、DTPA 修飾 ND 粒子に塩化ガドリニ

ウム水溶液を作用させた。錯形成処理後に試料の XPS
測定を行ったところ、新規に Gd4d（141.3eV）ピーク

が観測されたことから、Gd 担持 ND 粒子が作製された

ことが明らかとなった。特に、Gd4d ピークについて市

販 MRI 造影剤であるガドジアミドとの比較を行ったと

ころ、ほぼ同位置にピークが観測されたことからもガド

リニウムイオンの錯形成が示唆される。 
［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 
［キーワード］ダイヤモンド粒子、表面化学修飾、ガド

リニウム、核磁気共鳴画像 
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［研 究 題 目］鉄系表面における高機能コーティング技

術の開発 

［研究代表者］中野 美紀 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］中野 美紀（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 鉄系材料は、代表的な金属材料の一つであり、様々な

工業製品や建築資材などに使用されている。鉄系材料の

機械部品の潤滑には、主に、潤滑油やグリースが用いら

れているが、潤滑油を使用できない部品もあり、その場

合には、潤滑性皮膜などのコーティングが用いられてい

る。この潤滑性皮膜の低コスト化および高機能化が実現

すれば、その波及効果は大きい。当研究グループでは、

有機分子の自己組織化膜の潤滑膜への可能性を検討して

きており、分子種の選定により、潤滑特性を向上できる

ことを報告してきた。本研究では、自己組織化膜の潤滑

膜への適用を鉄系基板上に応用し、高機能付与コーティ

ング技術の開発を目指すものである。最初に、工業的に

よく用いられる数種類の鉄系基板へ自己組織化膜による

分子修飾を行い、用いる分子種の選定を行った。分子・

基板間の結合種の選択により、高密度な膜を形成するこ

とが確認できた。次に、耐熱性の評価を行った結果、フ

ッ素を含む分子種を用いた方が、フッ素を含まない分子

種よりも熱的に安定であることがわかった。続いて、摩

擦特性評価を行った結果、低荷重条件下においては、低

摩擦を示す分子膜を確認することができた。以上から、

分子種の選定により耐熱性・潤滑特性を向上できること

が示された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］鉄、コーティング、自己組織化、耐摩擦、

耐熱 

 
［研 究 題 目］超音波照射による気泡振動を利用したナ

ノ駆動体に関する研究 
［研究代表者］砥綿 篤哉 

（先進製造プロセス研究部門） 
［研究担当者］砥綿 篤哉（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
 微小空間における物質移動を可能とするマイクロ・ナ

ノ駆動媒体がバイオセンサー、触媒、ポンプ、アクチュ

エータ、医療機器などで将来必要と考えられている。こ

の研究では、バイメタル構造のナノワイヤを合成および

表面修飾し、電気化学的な反応でこの駆動媒体から発生

する気泡を外力である超音波照射場において有効に機能

させる駆動方法を検証することが目的である。本年度は、

超音波を利用した銀のナノ粒子の合成を行い、その超音

波の周波数の違いによる銀粒子の粒径への影響を光子相

関法による粒度分布測定により調べた。照射した超音波

の周波数が20kHz の場合には、ピークが125nm に有り、

300、400kHz が95nm 付近で最小となり、さらに周波数

を大きくすると、例えば2MHz の場合には、120nm と

なった。TEM 観察によりホーン式の周波数20kHz の場

合には100-150nm の集合体が粒径20nm から40nm の粒

子で構成されており、他の周波数の場合には100nm 前

後の粒径であることを確認した。また、最小となった周

波数では他の周波数に比べて、ソノルミネッセンスが大

きく、これらは対応していると考えられる。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］超音波、モーター、キャビテーション、

バイメタル 

 

［研 究 題 目］多面体幾何学にもとづく球面駆動システ

ムの研究 

［研究代表者］矢野 智昭 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］芦田 極、笠島 永吉、徳野 木綿子 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 多面体にもとづいて球面センサ、球面支持機構、球面

減速機を設計・試作し、球面アクチュエータと組み合わ

せて球面駆動システムを構築した。球面センサとして、

誘導巻線、イメージセンサ、ホール素子を検討した。誘

導巻線には「高調波重畳方式」を検討した。姿勢検出は

原理的に可能だが、現状ではインダクタンス曲線が最適

になる形状を決定するのが困難であることがわかった。

イメージセンサは、レーザマウスを2個使用し、ロータ

姿勢を1回転数度以内で検出可能で、フィードバック位

置決め制御が可能であることを確かめた。誤差が累積す

るため、絶対位置センサとの併用が必要である。ホール

素子を多数配置したセンサは誤差が大きいが、絶対姿勢

を検出できた。球体にマーキングして画像処理を行う絶

対位置姿勢センサを試作し、実験を開始した。 

 球面支持機構については、誘導巻線、空気圧支持、球

体ベアリングを検討した。誘導巻線は、駆動用誘導巻線

に磁気支持用電流を重畳することで非接触支持が可能な

ことを理論的に確認した。浮上支持には大電流が必要で

ある。空気圧は摩擦を測定限界以下に低減できたが、回

転中心がぶれる問題があった。球体ベアリングは摩擦が

大きいが、駆動トルクが大きいとダンピングが効いて位

置決めが行いやすいことがわかった。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］多自由度アクチュエータ、球面エンコー

ダ、電磁モータ 

 

［研 究 題 目］有機官能基秩序配列を有したペプチド薄

膜上での無機結晶析出の解析とその応用 

［研究代表者］加藤 且也 

（先進製造プロセス研究部門） 

［研究担当者］加藤 且也、中村 仁美、野々山 貴行 

（常勤職員2名、他1名） 
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［研 究 内 容］ 

 バイオミネラリゼーションは常温常圧下において特異

な無機構造体を構築する高効率プロセスであり工学的応

用が期待されている。そのメカニズムとして、結晶核形

成の起点となる有機鎖官能基の種類や空間的配置が結晶

形態に影響を及ぼすと考えられている。今回テンプレー

トに用いるペプチドは、アミノ酸側鎖由来の多種多様の

官能基を自在にシークエンスに組み込むことができ、タ

ンパク質の一次、二次構造の形成によって官能基を空間

的に厳密に配列制御できる。そこで平成23年度は、カル

ボキシル基およびアミノ基を界面に規則 正しく配置し

たペプチド基板上に、交互滴下法によりリン酸カルシウ

ムのミネラリゼーションを行い、官能基の間隔および官

能基種と 結晶形態の関係性を評価した。本年度は、前

年度までに作製した上記のβ－シートペプチド単分子膜

上での各種界面バイオミネラリゼーションを行い、その

構造解析を詳細に行った。無機析出物の構造解析につい

ては、析出形態を確認するために電子顕微鏡（SEM）

や原子間力顕微鏡（AFM）観察を行った。また Ca/P
組成比を調べるために X 線光電子分光（XPS）および

誘導結合プラズマ（ICP）発光分析測定を実施した。さ

らに結晶相の決定の要因に析出物の成長速度も重要であ

ると考えられるために、水晶振動子マイクロバランス 

（QCM）測定により、析出物の成長速度を追跡した。

その結果、QCM による成長速度は両基板ともほぼ同値

であることがわかった。これにより今回の系において結

晶成長速度は結晶形態の決定には関与しておらず、結晶

相の違いは界面の影響であると示唆された。 

［分 野 名］ナノテクノロジー・材料・製造 

［キーワード］無機結晶、ペプチド、自己組織化、配向

性、結晶成長、リン酸カルシウム 

 

［研 究 題 目］薄膜シリコン成長時の半導体特性評価法

の開発と欠陥形成機構の解明 

［研究代表者］布村 正太 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］布村 正太（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、プラズマプロセス下の薄膜半導体の半導

体特性をその場評価する手法を開発し、薄膜半導体成長

時の欠陥発生メカニズムを解明することを目的としてい

る。本年度は、プラズマ CVDプロセス下で適用可能な光

電流測定法を開発し、薄膜シリコン成長時の光電流と半

導体特性及び太陽電池デバイス特性との比較を行い、以

下の成果を得た。 

１）薄膜シリコン成長時の光伝導度をその場で実時間測

定することに成功した。光伝導度は、初期成長時極め

て低いが、膜成長と共に向上する結果を得た。本測定

を通し、初期成長時に欠陥の多い低品質膜が成長する

ことを明らかにした。 

２）膜成長時に近赤外レーザーを照射することで、成長

時の膜中トラップキャリアの検出に成功した。トラッ

プキャリアの起源は、電子スピン共鳴法との比較検討

より、ダングリングボンド欠陥に起因すると考えれら

れることを示した。 

３）薄膜シリコン太陽電池のデバイス特性と発電層成長

時の可視及び近赤外励起の光電流の相関を調べた。可

視及び近赤外励起の光電流の比が、発電効率及び形状

因子を予測する指標になることを示した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、半導体、診断技術 

 

［研 究 題 目］非周期歩容および物体操作を同時に実現

する、多点接触を伴う全身運動の計画 

［研究代表者］Kheddar Abderrahmane 
（知能システム研究部門） 

［研究担当者］Kheddar Abderrahmane、吉田 英一、 

Escande Adrien、Bouyarmane Karim 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、最終年度として(1) 接触動作計画の統

合と実装、(2) ダイナミックな多点接触動作の生成手法

の構築に取り組んだ。(1) 接触計画の高度化では、前年

度までに導出した多点接触動作計画機能や物体操作を含

む動作生成機能を汎用的な枠組みとして統合した。この

手法はさまざまな用途に適用され、例として人間型ロボ

ットによる災害対応作業での梯子登り動作や、作業車両

への乗り込み動作の生成に利用された。これらの成果は、

当該分野で主要な国際学会誌に掲載された。(2) ダイナ

ミックな多点接触動作の生成では、ロボットの関節角や

トルクの制限、障害物回避や自己干渉回避などの制約を

考慮し、(1)の計画手法で計画された安定な接触状態の

系列を最適化技法に基づいてダイナミックな動作に変換

する手法として、2つのアプローチでこの問題の解決を

図った。第一に制約をテイラー展開近似することで最適

化パラメータを多項式の係数の最適化に帰着する新規な

方法を構成し、第二にセンサ情報に基づくダイナミック

動作の制御器を2次計画法に基づいて設計した。ここで

は、環境との衝突回避や自己干渉検出は付加的な制約と

して考慮した。第一の手法では、動作の部分区間で満た

すべき制約として、また第二の手法では2次計画法の制

約条件として導入している。複雑な形状間の干渉検出を

解析的に表現することは一般的に困難で、数値的に求め

る必要がある。そのため、これらの制約の上下限値を、

動作軌道上の各時間における距離関数として評価し最適

化手法を適用した。これらの成果も、ロボット工学分野

で著名な学会誌や国際会議で採択された。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］接触運動計画、ディジタルヒューマン、

ヒューマノイド 
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［研 究 題 目］モノアイの研究 

［研究代表者］角 保志（知能システム研究部門） 

［研究担当者］角 保志、金 奉根、田中 秀幸 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、自律移動ロボットの画像情報に基づくナビ

ゲーションに関する新しい方法論の提案を目標とする。

これまで様々な形で蓄積されてきた画像処理プログラム

資産を利用して、走行経路に最適なビジョンベーストナ

ビゲーションシステムを自動構築する手法の確立を目指

す。 

 本研究計画においては、自律移動ロボットが利用でき

る様々なランドマーク検出プログラムのソフトウェア構

造を分析し、その共通 API を明らかにする。画像入力

には、上下左右とズーム制御が可能なカメラ（モノアイ）

を採用し、ランドマーク検出に基づく屋外・屋外環境で

自律移動できる移動ロボットプラットフォームを開発す

る。また、環境構造化技術を積極的に利用し、マーカや

標識などを利用する技術を追究する。さらに、ランドマ

ークをシミュレートするための環境モデリングの研究と

移動ロボットの経路計画に関する研究を実施する。 

 平成24年度は、移動ロボットおよび画像センシング・

画像処理プラットフォームの開発を行った。また、ロボ

ットの位置姿勢を高い精度で推定できる新しいデザイン

のマーカを開発し、その性能評価を行った。このマーカ

を観測することで、カメラの相対位置姿勢を1deg.以下

の角精度で推定することが可能になった。さらに、レー

ザースキャナを搭載した屋内移動ロボットのための新し

いパスプランニングアルゴリズムを提案した。このアル

ゴリズムは、障害物が存在する環境における移動ロボッ

トのパス設計と環境情報の収集を最適化するものであり、

本研究におけるナビゲーションの基礎となることが期待

される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］移動ロボット、ランドマーク検出、ナビ

ゲーション 

 

［研 究 題 目］柔軟物連続操作のための視覚認識とア

クションの双方向連動に関する研究 

［研究代表者］喜多 泰代（知能システム研究部門） 

［研究担当者］喜多 泰代、喜多 伸之、植芝 俊夫、

金広 文男、森澤 光晴 

（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、ロボットが衣類のように操作中に形が大き

く変化する柔軟物を視覚的に認識しながら自然に扱うこ

とを可能とし、将来的に、高齢者や要介護者の日常生活

支援に役立てることを目指す。本研究期間内では、アク

ションと視覚認識の相互連動に着目し、柔軟物を確実に

連続操作できる基盤技術の確立を目指す。 

 平成24年度は、4年計画の3年目である。今年度は、対

象衣類の状態が既知となった後の衣類の整形動作に有用

なアクションと視覚の連動機能を整理し、「畳み動作」

を例として、基盤となる手法を開発した。まず、衣類形

状を机上に特定の形で置くことにより、次に把持すべき

部位の位置・姿勢を限定し、その限定情報を活用した画

像処理で、把持アクション遂行に必要な3次元情報を入

手する戦略を提案した。また、この戦略に沿って、「袖

の折り」「身頃の折」を頑健に実現する手法を開発した。

並行して、指定した手先の位置姿勢を実現する実行可能

アクションの自動生成技術を、円弧軌道も描けるように

拡張し、折り目を回転軸として袖等を回転運動させる動

作を実現した。さらに、ロボット系－視覚系の時刻を正

確に同期させつつターゲットを視覚的に追跡することに

よって、ロボットを連続的に動作させながらキャリブレ

ーションを行う手法を開発した。また、手元にあるもの

を認識するための広視野視覚情報処理技術に関して、衣

類の把持状態情報などを利用して処理すべき視野領域を

限定することで処理を高速化し、同時に処理結果の信頼

性も向上する手法を開発した。これらの成果により、よ

り頑健に、「衣類を畳む」という一つの完結したタスク

を実現する基盤が整った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］コンピュータビジョン、ロボット 

 

［研 究 題 目］音響的状況認識に基づく高齢者見守り技

術の研究 

［研究代表者］児島 宏明（知能システム研究部門） 

［研究担当者］児島 宏明、佐土原 健、佐宗 晃、 

大内 慶久（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 独居高齢者の安全な生活を支援するために、音響的な

センサに基づく見守り技術の研究を行った。音響センサ

による見守りには、カメラ等のセンサデバイスに比べて

比較的低コストで広範囲をカバーでき、本人へのデバイ

スの装着なしに豊富な情報が得られるなどの利点がある。

そのための手法として、日常生活における音響イベント

を独自の符号に変換し、それに位置情報を含めた時系列

パターンからのデータマイニングにより、生活状況の異

常を推定する方針を採った。 

 本年度は、3年計画の最終年度として次のような研究

を行った。独自開発したハの字型のマイクアレイを複数

組合せ、20m2程度の模擬居室内で音源定位・分離及び

足音認識により、歩行音から連続的な動線をパーティク

ルフィルタで推定するシステムを構築するとともに、音

響高次局所自己相関と非負値行列因子分解を用いた複合

環境音からの異常音検知方法を開発した。また、音響信

号のモデル化と符号への変換において、提案した音響イ

ベント記述方法の妥当性を検証するために、人が音を聴

いて評価した結果と自動抽出した特徴量とを比較する識
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別実験を行うとともに、国立障害者リハビリテーション

センター内のモデル住宅で実際に8名の高齢者が模擬生

活行動を行なった音を収録した。また、長時間にわたる

生活イベントに対応したセンサデータの系列を、文字列

カーネルを用いた教師なしクラスタリング法で分割し、

過去の行動履歴に対する類似性を評価する異常検出アル

ゴリズムを開発した。生活状況の分類課題において、セ

ンサ出力を素性とする方法に比べ、提案法で得られた過

去の行動履歴に基づく素性を用いる方法により識別性能

が8%程度向上した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］音響センサ、環境音認識、データマイニ

ング、異常検出、見守り 

 

［研 究 題 目］スマートモビリティと環境固定センサ群

の相互支援による走行時リスク検出法の

開発 

［研究代表者］佐藤 雄隆（知能システム研究部門） 

［研究担当者］佐藤 雄隆（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 歩行者とも共存しながら移動する一人乗り移動機器に

おいて、車載センサと環境側に設置された固定センサ群

の情報を自動的に協調・統合し用いることで、走行時の

リスク検出を行う技術について研究を行った。具体的に

は、まずセンサ間の対話アルゴリズムに関する検討を行

った。移動機器はまず自らのおおよその自己位置推定結

果と運動パターンを環境固定センサに通知する。環境固

定センサはその情報を元に移動機器を検出し、位置情報

を移動機器に通知する。移動機器は通知された位置情報

を初期値としてより詳細な自己位置推定を行う、といっ

た手順を繰り返すアルゴリズムにより、高い精度で位置

姿勢推定が可能になることを明らかにした。また、セン

サ対話ためのプロトコルのプロトタイプを設計・実装し

実験に用い、改良を行った。 

 次に、ロバストパターン認識技術の導入に関する検討

を行った。スマートモビリティは屋内外の様々な環境で

用いられることを想定しているため、センサに対するさ

まざまな外乱に対してロバストである必要がある。特に

センサとしてカメラを用いる場合、照明変動に対するロ

バスト性の確保が問題となる。そこで、明度の増減の符

号に着目する独自の統計的リーチ特徴法の導入に関する

検討を行った。同手法を導入することで、環境固定セン

サからの移動体の検出時に明度変動の影響を大きく低減

することが可能であることを明らかにした。一方で、よ

り速いフレームレートで検出を行うために高速化が必要

となった。そこで、リーチの参照点をランダムサンプリ

ングによって得る方法を開発し、従来の方法と比較して、

性能を落とすことなく、10倍以上の高速化が実現できる

ことを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］画像情報処理、情報センシング、センサ

融合・統合、知能ロボット、生活支援技

術 

 

［研 究 題 目］半構造化環境を利用したロボットの自律

的環境モデル構築とタスクプランニング 

［研究代表者］田中 秀幸（知能システム研究部門） 

［研究担当者］田中 秀幸（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本課題では、ロボット用のインフラ整備が部分的に行

われた「半構造化環境」における環境モデリングとタス

クプランニングの技術を研究し、サービスロボットの自

律性および実用性の向上を目指す。本年度の成果は主に

下記の2つである。（1）人間-ロボット間で共有可能なモ

デルを記述する手法の研究：人間と共存するサービスロ

ボットを指向し、人間の生活機能を記述する共通言語と

して最近注目されている ICF（WHO 国際生活機能分類）

の応用を検討した。さらに、この ICF をロボットシス

テムで活用するべく、オントロジー工学の手法により計

算機処理可能な形式に再編成する試みを開始した。こう

した試みを発展させることで、人間の生活環境・生活機

能を体系的に記述することができるようになり、ロボッ

トが提供するサービスの機能を明確に定義することが可

能である。（2）マイクロレンズアレイを用いた高精度マ

ーカの開発：マイクロレンズアレイによって生じる2次

元モアレパターンを用いた新たな視覚マーカを開発した。

本マーカは以前のレンチキュラーレンズを用いたマーカ

よりも製造過程がシンプルとなり、今後の実用化により

適したものである。また、従来の AR マーカが苦手とし

ていた正面付近からの観測においても、本マーカは姿勢

誤差1deg 未満の非常に高精度な姿勢推定が可能である

ことを種々の検証実験により実証した。位置・姿勢の情

報は環境構造化の基礎であり、これを高精度化すること

によってロボットはより正確かつ細かい環境情報を取得

することができるようになるため、本マーカは今後のサ

ービスロボットのための環境構造化ツールとして非常に

有用と考える。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サービスロボット・環境知能化・環境構

造化 

 

［研 究 題 目］胎児・新生児シミュレーションに基づく

初期発達原理とその障害の解明 

［研究代表者］國吉 康夫（東京大学） 

［研究担当者］長久保 晶彦（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、科学研究費補助金の新学術領域研究におけ

る研究課題（研究代表者 東京大学大学院 國吉康夫教授）

の分担研究として行われた。本研究の目的は、胎児期か
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ら乳児期までの連続的発達シミュレーションを構築し、

環境条件を変化させつつ実験することで、発達の基本原

理と発達障害のメカニズムを構成論的に解明し、これに

基づく発達障害の包括的診断方法、支援法・支援技術の

構築を行うこと、また、実験結果の定量比較や診断用定

量指標のために、胎児・新生児用の認知運動計測・解析

の新手法も開発し、これによって、胎児期から乳児期ま

での範囲を対象に、領域内のあらゆる知見を統合するモ

デルと定量化手法の提供を行うことである。 

 平成24年度は、最も重要な研究基盤である発達シミュ

レータの高度化・精緻化と、臨床データとの定量比較に

不可欠な胎児・新生児の認知運動計測・解析技術の開発

に取り組む計画の中で、特に環境・対人相互作用発達の

実験精緻化のために乳児型ロボットの感覚系の改良に関

する分担研究を進め、ロボットの皮膚感覚および運動計

測のための柔軟でありながら狭接触対象でも高感度なセ

ンシングが可能な圧力分布センサ技術、また柔軟な接触

相互作用を効果的に実現する機械系の研究などを行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］認知発達、ロボティクス、皮膚感覚セン

サ 

 

［研 究 題 目］人とかかわる共生型ロボットのためのロ

ボットの適応的要素行動 

［研究代表者］松本 吉央（知能システム研究部門） 

［研究担当者］松本 吉央、脇田 優仁、吉川 雅博 

（知能システム研究部門）、石黒 浩、

中村 泰（大阪大学）、住谷 昌彦（東

京大学）、宮尾 益知（成育医療研究セ

ンター）（常勤職員2名、他5名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、アンドロイドや人間型ロボットが人

の話を聞く際の“うなずき”や“微笑み”などのしぐさ

を、ゆらぎの概念を取り入れながら周囲の人間と同期さ

せ、ロボットやアンドロイドとのコミュニケーションに

おいて人間が感じる満足度や安心感を向上させることで

ある。24年度は、これまでの研究成果を踏まえながら、

本学術領域「ロボット共生学」全体の目標である「ロボ

ットによるよい聞き手の実現」へ向けて以下の研究を行

った。 

 研究プラットフォームとしては、昨年度までに開発し

た「微笑み」や「快・不快」などの表情を表出可能で、

人の動きや表情に同調して動くことが可能なアンドロイ

ドの女性・男性版を利用し、アンドロイドの遠隔操作時

にオペレータが感じる違和感を、パーソナルスペースの

転移によるものであるという仮説を立て、SCR（皮膚

抵抗値）を利用して調べた。その結果、モーションキャ

プチャを利用してアンドロイドにオペレータと同じ動き

をさせるという「同調的な操作」をしているときは、そ

うでない場合と比べてオペレータの SCR の反応が大き

く、統計的にも有意な差があることが分かった。 

 また、発達障害児のソーシャルスキル学習のためにア

ンドロイドを利用することに関して、病院での実験を開

始し、他の見かけ（ぬいぐるみ人形型、および小型ヒュ

ーマノイド型）のロボットとは異なる反応が見られるこ

とが分かった。さらに、A02、A03班と協業し、アンド

ロイドの高校でのジグソー学習への適用や、認知心理実

験への適用を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボット、アンドロイド、人間共存、存

在感 

 

［研 究 題 目］無人ヘリコプタによる3次元視覚観測シ

ステムの研究 

［研究代表者］森川 泰（知能システム研究部門） 

［研究担当者］森川 泰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、複数台のカメラで距離計測をするステレ

オビジョンを搭載した自律型無人ヘリコプタシステムを

開発し、無人ヘリコプタが移動してステレオビジョンで

複数位置から空中撮影した画像データから遠距離の対象

物の高精度な3次元データを構築するラージスケールス

テレオ法のアルゴリズムに関する研究することを目的と

している。 

 ステレオビジョンに関しては、カメラと GPS、姿勢

センサを搭載した無人ヘリコプタで飛行実験を行った。

その結果、地上目標物の3次元データを作成出来たが、

野外での撮影環境に対するカメラセッティングが不十分

で、画質が良くなく想定していた精度を達成出来なかっ

た。今後、カメラセッティングを最適化、自動化する機

能を追加して行く必要がある。また、GPS と姿勢セン

サのセンサフュージョンにより、カメラの位置姿勢及び

ラージスケールステレオの基線長を計測しているが、精

度向上の為にはセンサフュージョンのアルゴリズムを改

良して更に位置姿勢の計測精度を上げて行く必要がある

ことが分かった。 

 無人ヘリコプタの飛行制御に関しては、空中撮影画像

取得を容易かつ確実にする為に搭載カメラの画像をモニ

ターしながら半自動的に遠隔制御を行うシステムを開発

し、飛行実験を行った。その結果、遠隔操縦システムが

画像撮影には有効であることが確認出来たが、非熟練者

が操縦出来る程には操縦が容易にはならず、更なる制御

性能の改良が必要なことが明らかになった。また、飛行

中の機体の振動を計測した結果、本研究の無人ヘリコプ

タは電動の為、従来のエンジン機に比べて振動が小さく、

画像撮影への悪影響も非常に少ないことも明らかになっ

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］無人航空機、無人ヘリコプタ、飛行制御、

ステレオビジョン、3次元計測 
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［研 究 題 目］ヒューマノイドによる支援機器評価のた

めの人間動作模擬と再現 

［研究代表者］吉田 英一（知能システム研究部門） 

［研究担当者］吉田 英一、Moulard Thomas 
（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、ヒューマノイドによる人間動作模擬の

ための基盤理論を整備した。人間動作のようにデータ量

が多く複雑で、周期的・非周期的な時間変化をするデー

タをヒューマノイドで再現するため、最適化手法を用い

たリターゲッティング法について研究を行った。主成分

分析や統計的解析手法を検討したうえ、このリターゲッ

ティング問題を、適用範囲が広く、ロボットのさまざま

な制約を考慮できる非線形最適化手法として定式化する

こととした。まず、特別研究員が開発してきた数値最適

化を行うソフトウェアの枠組みである「RobOptim」を

拡張し、ヒューマノイドの軌道など大きなデータを最適

化する際に扱う必要が生じる「疎行列」を用いた、非線

形最適化手法を解く機能を整備した。この枠組みを利用

して、現在利用可能なさまざまな非線形最適化手法とそ

れが実装されているソフトウェアを利用できるインタフ

ェースを構築した。次に、人間動作のヒューマノイド動

作への変換を、この枠組み上で非線形最適化問題として

定式化した。最適化の評価関数として、モーションキャ

プチャによる人間動作のマーカのデータとヒューマノイ

ドの全身姿勢の幾何的な類似度を、手や足など主要部分

のラプラス座標系における距離として定義した。協力関

係にあるデジタルヒューマン工学研究センターでこれま

でに測定した、歩行や持ち上げ動作などの人間動作デー

タを用いて、この手法が基本的に機能することを確認し

た。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］人間動作解析、非線形最適化、ヒューマ

ノイド、動作再現 

 

［研 究 題 目］把握技能における指の協調関係と機能の

解明 

［研究代表者］永田 和之（知能システム研究部門） 

［研究担当者］永田 和之、山野辺 夏樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、人の手指による把持・操作を力学

的・運動学的に計測することで、指の協調関係と機能を

明らかにし、その知見をロボットハンドによる把持・操

作の作業戦略に適用することである。本年度は、昨年度

に構築した把持・操作計測システムを用い、人の手指に

よる把持・操作データの計測と可視化に重点を置いて研

究 を す す め た 。 把 持 ・ 操 作 デ ー タ の 可 視 化 は

choreonoid 上に実装し、各指先に作用する指先力の時

系列データと、グラフィクスでの指の運動とその軌跡・

力ベクトルを、それぞれ同期をさせて、タイムバーを操

作しながら表示できるようにした。人の手指による一連

の把持・操作を機能単位のプリミティブ動作に分割する

ためには、まずプリミティブ動作のコードブックを作成

する必要がある。そのため指の機能を「把持」「操作」

「センシング」に大別し、把持に関するプリミティブ動

作として support, press, grasp を、操作に関するプリ

ミティブ動作として drag, raise, roll, twist を定義した。

更に grasp に関しては Cutkosky の把持分類にのっとり

precision grasp を対象に細分化した。この中で、

Cutkosky による把持分類の disk, sphere, tripod, 
thumb-3finger, thumb-2finger, thumb-index finger と、

比較のために二つのプリミティブ動作の協調から成る

pivot について実演データの計測を行った。仮想指を導

入すると disk, sphere, tripod は三本指把持の circular 
precision に、thumb-3finger, thumb-2finger, thumb-
index finger は二本指把持の prismatic precision に分

類される。そこで、把持内力の情報を用いて把持データ

を circular precision, prismatic precision, pivot にクラ

スタリングすることを検討した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ロボットハンド、把持、操作、運動計測、

可視化 

 

［研 究 題 目］作業プログラムの機能的構造を用いた自

動チューニングに関する研究 

［研究代表者］音田 弘（知能システム研究部門） 

［研究担当者］音田 弘、尹 祐根（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、知能ロボットの作業プログラムの自動チ

ューニングについて、作業プログラムの意味的構造を元

に自動チューニングを行う手法の基礎を確立することを

目的としている。モジュール化された作業プログラムの

個々の性能を考慮し全体の最適化を行うには、異なる条

件下で作成されたモジュールを接続・比較可能とした上

での評価法が必要となる。具体的には、認識・行動系の

構造に基づく感度解析を元に、作業プログラムの仕様の

実現度をシミュレーションで評価し自動チューニングを

行う新しいチューニング手法を提案・開発し、その有効

性を実験により実証する。 

 本年度は、認識・計画・実行系の構造に基づく機能レ

ベルでの感度解析および認識系の配置と認識特徴を選択

するアルゴリズムの拡張と実験環境の構築を行った。認

識・計画・実行系の構造に基づく機能レベルでの感度解

析については、認識系・実行系の構造に基づく感度解析

を行い、その結果を位置・速度・力（加速度）に対応す

る三種のマトリクスとして表現した。作業プログラムで

採用する作業実行の構造（並進・回転等のどの自由度の

観測・実行をどの程度の精度で行うか）を三種のマトリ

クスで表現した。これらのマトリクスでその直交性や精
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度の伝播を解析に着手した。作業プログラムで採用する

作業実行の構造を反映させた最適化の目標関数を定義し

た。 

 認識系の配置と認識特徴を選択するアルゴリズムの拡

張と実験環境の構築については、既に提案者らにより作

業プログラム化された作業について、上記の解析を行い、

作業の不確かさをマトリクスで表現した。これにより最

適化された認識系を有する仮想環境における配置を導出

し、そのプロトタイプを構築した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］知能ロボット、スキルトランスファー、

自動チューニング、作業プログラミング 

 

［研 究 題 目］ユーザビリティと高性能を両立するクラ

ウド型リアルタイム画像解析処理ミドル

ウェア 

［研究代表者］岩田 健司（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 健司（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究はクラウド環境下において、大規模な画像解析

アプリケーションを迅速かつ効率的に開発展開できるミ

ドルウェアの研究開発を行う。特に、HTML5等 WEB
技術を基とした直感的でグラフィカルなユーザーインタ

ーフェースと、リアルタイム性を併せ持つ高速な実行基

盤の組み合わせで構成されている点に特徴がある。これ

により画像解析システムの記述・実行・検証のサイクル

を加速し、様々な画像解析の応用や科学的研究を推進す

ることかが的である。具体的には、画像解析手順の記述

方式の研究、実行状況のリアルタイムなビジュアライズ

方法の研究、データ量の大きな画像解析のための高速な

実行基盤の研究、大規模解析のためのタスク分割に関す

る研究を行い、最終的にそれらを統合し、クラウド型画

像解析サービスの提供を行う。平成24年度の進捗状況は、

WEB 技術を用いた画像解析アプリケーション記述のた

めの GUI である “Skylight”、およびクラウド環境下に

おける画像解析アプリケーション実行基盤 “Deepcave”
の開発を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ミドルウエア、画像処理、画像解析、ク

ラウドコンピューティング 

 

［研 究 題 目］ダイナミックインバージョン制御を用い

た重力制御姿勢安定化飛行体の研究 

［研究代表者］岩田 拡也（知能システム研究部門） 

［研究担当者］岩田 拡也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 平成24年度は、ダイナミックインバージョン制御ソフ

トウェアを入れる組み込み制御回路の設計と回路基板の

製作を行った。前年度に製作したハードウェアの数値を

基に、主翼の揚力中心から重心を内包する振子となる本

体が直交懸垂し前後のピッチ軸と左右のロール軸に対し

て振子運動を行う運動のうち、ロール軸の運動方程式を

導出し、逆運動学の解を導いた。また、応答速度の解析

を行い、前年度に製作した1/3スケールの実験機の場合、

2ms 程度のロール姿勢フィードバックが必要であるこ

とを明らかにした。これにより、姿勢センサからの

100ms 程度のロール角速度データでは、フィードバッ

ク速度が大幅に不足しており、高速フィードバック専用

のロール姿勢センサを付加し、高速サンプリングが可能

な A/D 変換ポートからフィードバック入力を行うこと

とした。ロール姿勢センサとして、(1)角速度センサ、

(2)角加速度センサ、(3)その他のセンサの3方式を比較

検討することとし、本年度は(1)の角速度センサフィー

ドバックによるロール姿勢角制御を行った。(1)のロー

ル角速度フィードバック制御の場合、振子の速度制御へ

のフィードバックとなるが、角速度の検出角度範囲が狭

く S/N 比が低い領域でのセンシングとなるため、ある

程度の角速度が出るまでフィードバック制御を発動させ

ることができない。このことから、次年度には(2)のダ

イバーシティ制御の角加速度センサを用いた新しい方法

によるロール角姿勢制御を行う予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］無人航空機、飛行ロボット、姿勢制御 

 

［研 究 題 目］実践の物語化による病院看護サービスの

熟達を支えるオントロジー駆動分析エン

ジン 

［研究代表者］松田 憲幸（和歌山大学） 

［研究担当者］橋田 浩一（知能システム研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、サービス提供者のための組織的かつ持続可

能な知識の洗練・継承モデルについて検討する。サービ

ス技能の習得には、長い年月を要する。対象の状態や状

況が常に変化しつづけるとき、何が重要で、なぜ重要か

をすべて言葉に言い表すことは極めて困難である。実際、

サービスの多くの現場において経験の積み上げが重視さ

れる。たとえば病院の看護は、患者・家族・社会の安

心・安全を大前提に正確に対応することが求められるこ

とに加えて、患者自身・家族の性格・経済状況、病気の

個別性など、複雑な文脈に対応し、患者の満足を得るこ

とが要請される。そこで、同僚と語りあうことで新たな

気付きを得るといった、看護師のための組織的かつ持続

的な成長モデルを検討する。看護業務を多視点から分析

する研鑽活動を支える仕組みを開発し、実際の病院組織

と連携して実証する。 

 平成24年度は、開発した分析エンジンを連携病院の実

際の看護業務の改善に導入して検証・改良した。看護師

らが看護業務について語り、看護業務の記録を意味付け

し、分析エンジンで看護業務を分析する循環によって、
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持続的な改善が図れることを確認した。ここでいう持続

的な改善とは、過去の気付きの上に新しい気付きを積み

上げることである。これらの作業を支援するため、看護

業務等に関連するデータを RDF エディタにインポート

するソフトウェアを作成した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］オントロジー、看護サービス、協調学習

支援 

 

［研 究 題 目］直観的理解の容易さと合理的根拠を兼ね

備えた医療の質評価内容の表現法および

計算法 

［研究代表者］高木 理（北陸先端科学技術大学院大学） 

［研究担当者］橋田 浩一、和泉 憲明（知能システム

研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 一般に、医療・教育・行政などの公共サービスは、属

人的要素も大きいサービスであり、適切な評価項目・評

価指標を設定することが難しい。技術的にはサービスの

質に関する記述を正確に表現・測定・計算することが難

しいため、利用者が適切なサービスの選択に困難を有し

ている。 

 本研究の目標は、医療サービスに関する質指標を定義

し、その値を計算するというプロセスを、医療者の言葉

の問題、システム視点と医療視点のズレの問題、および、

指標化の不統一性の3つの観点から、課題分析と問題解

決を行うことである。そして、その方法論として、質指

標の構成を、従来の文章による分け方や1階述語論理に

基づく集合による分け方ではなく、サービス評価のため

の指標独特の構造と医療の指標に用いられる用語の定義

部分との組み合わせとして表現法を確立させる。 

 そこで、北陸科学技術先端大学院大学、北里大学と連

携して、医療サービスオントロジーを構築し、医療情報

検索および医療サービス評価支援フレームワークの研究

開発を行う。特に、医療サービスの質の評価指標（以下、

質指標）を定義し、その値を複数の医療機関における医

療データベース上のデータから自動的に算出するための

フレームワーク（QI-FW）を開発する。 

 本研究における今年度の成果として、質指標を分かり

やすく、かつ、医療データベースの検索クエリに直接変

換できる程度に正確な記述が可能となる質指標表現シス

テムを開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］公共サービス評価、サービス質指標、統

合データベース 

 

［研 究 題 目］対象物の柔軟性を考慮した組み立て作業

計画 

［研究代表者］原田 研介（知能システム研究部門） 

［研究担当者］音田 弘、山野辺 夏樹、吉田 英一、

永田 和之（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 平成23年度に構築した組み立て動作の計画手法やロボ

ットの制御則を、シミュレーションや実際のロボットを

用いて検証した．より具体的には、柔軟性を有するパー

ツの組み立てにおいて、組み立ての状態や、状態の遷移

を表現する手法を構築した。この手法に基づいて、手首

に取り付けられた力・トルクセンサの情報より、ロボッ

トが現在どのような状態にあるかを判定するアルゴリズ

ムを構築した。また、手首に取り付けられた力・トルク

センサの情報をフィードバックしながら、組み立ての際

にパーツが接触する力を制御するアルゴリズムの有効性

を、シミュレーションや双腕ロボットを用いた実験によ

って検証した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］組立作業、ロボット、柔軟性 

 

［研 究 題 目］マイクロブログにおける情報伝播と群集

誘導 

［研究代表者］小島 一浩（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小島 一浩（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 2011年3月11日、東北地方三陸沖を震源地とした東日

本大震災は、甚大な津波災害をはじめ構造物の倒壊・火

災、原子力事故等を引き起こした。震源地から遠く離れ

た東京においては、鉄道等の都市交通機能が停止し、か

つて経験したことの無い大規模な帰宅困難者が発生した。

このように首都機能麻痺と携帯電話の発着制限下におい

ても、データ通信回線の物理的・論理的断絶が大規模ま

たは特定地域に発生しなかったため、多くの帰宅困難者

は、Twitter や Facebook といったマイクロブログによ

って安否確認、ニュース速報、自治体からの情報、ユー

ザによる実況情報等を得ることが可能であった。このよ

うに適切な情報を適時発信することにより、帰宅困難者

という群集を効果的に誘導することが可能であることが

示された。しかしその一方で、非事実の情報（以下、デ

マと表記）が流布する事例も多数観測されている。更に

は、事実確認を行ったうえでデマを正す訂正情報（以下、

デマ訂正と表記）を発信する現象も観測されている。デ

マ・デマ訂正の伝播では、デマは伝播し易いがデマ訂正

は伝播し難いといった情報伝播の非均一性が観測され、

マイクロブログ上では複雑な情報発信・伝播現象が発生

していた。 

 そこで本研究では、Twitter の実データもとに 

課題1 平常時における人間関係ネットワークを複雑ネッ 

   トワークによりモデル化 

課題2 災害等の危機的状況下における人間の情報判断・ 

   再配信のモデル化 

課題3 情報共有システムによる群集誘導のシミュレーシ 

   ョン 
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を実施し、今後の減災に資するものとする。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ソーシャルメディア、減災 

 

［研 究 題 目］テンソル表現に基づくパターン識別法に

関する研究 

［研究代表者］小林 匠（知能システム研究部門） 

［研究担当者］小林 匠（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、テンソルによって表現される特徴パターン

の新たな識別方法に関するものである。 

 平成24年度は特徴行列に対する識別方法に関する研究

を行った。実世界から計測したデータ（特徴量）は、多

くの場合に行列形式での表現が自然となる。例えば、静

止画像は XY 座標に基づく2次元データであり、多チャ

ンネル時系列信号からは時間軸 T に沿って並ぶ信号列

（チャンネル vs 時間の行列）が得られる。従来はそれ

らをベクトルに伸長し、ベクトル識別器を適用していた

が、それでは特徴の行列表現における本質的性質は失わ

れてしまう。そのため、このような特徴行列に直接的に

作用する識別器を構成することが様々な認識課題におい

て重要となる。ここでの識別器とは、特徴行列に識別重

み行列を掛け合わせて識別スコアを出力する線形識別器

を指す。ここでの課題は、例えばある対象を識別する2

クラス識別問題（「目的対象」vs「その他」）を考えると、

その対象の識別に有効な行列識別重みを学習することに

ある。本年提案した学習方法においては、１）行列の階

数を事前に規定することなく自動的に低階数の行列重み

が得られ、２）学習に掛かる計算時間も少ない、という

大きな利点がある。低階数行列の識別重みはその自由度

が適切に抑えられ、訓練サンプルから効果的に高性能な

識別器が学習でき、またその学習も高速に行えることか

ら大規模データへの適用も可能となる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］パターン識別、特徴行列、低階数行列 

 

［研 究 題 目］コンピューターウィルスの進化を分析す

る手法の研究 

［研究代表者］森 彰（知能システム研究部門） 

［研究担当者］森 彰（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 コンピューターウィルスによるリスクが年々増大して

いる。新しく出現するコンピューターウィルスの数もさ

ることながら、それらの変種を加えた数は莫大である。

現状の対策は限界に達しており、新たな自動分析の手段

が必要である。本研究では、コンピューターウィルスの

プログラムの振る舞いを自動分析して相互の関係を調べ

ることにより、進化や変異の過程を明らかにすることを

目的としている。本年度は、プログラムのコード解析の

方式を改良するなどして、解析速度の高速化を行った。

従来手法と比べて約4倍の高速化を達成し、当初の目標

を達成することができた。解析実験では、100個を超え

るサンプルに対してほぼ完全な制御フローグラフを自動

生成することに成功した。これらの制御フローグラフを

支配木とよばれる木構造に変換し、木差分計算アルゴリ

ズムを適用して得られる類似度マトリクスをもとに進化

系統樹の推定を行ったところ、同種ウィルスの変異過程

が実際に可視化されていることをすることができた。さ

らに、ウィルスが行う特徴的な攻撃パターンを同定し、

パターンの有無をもとにした系統樹解析を行うことで、

進化を予測する実験を行う研究の検討を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］コンピューターウィルス、進化の可視化

と予測、バイナリーコード解析 

 

［研 究 題 目］視聴覚を利用した見まね学習によるアク

ティブな動的動作生成に関する研究 

［研究代表者］池内 克史（東京大学） 

［研究担当者］中岡 慎一郎、森澤 光晴（知能システ

ム研究部門）（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本提案研究課題では、視覚・聴覚を利用した、アクテ

ィブかつ動的なロボットのための見まね学習の枠組みを

構築することを目的とする。具体的には、日本の伝統的

な舞踊動作を対象として、従来のたんなる「事前にデザ

インされた動作の再生」とはまったく異なる、視覚情報

に基づく舞踊動作の本質的な構造の理解と、聴覚情報に

基づく実行時に演奏される音楽リズムのリアルタイムな

把握による、その場その場のリズム合った舞踊動作生成

が可能なヒューマノイドロボットを実現する。 

 産総研は主にロボットの動作軌道の生成を分担する。

本年度は、人から取得した舞踊動作のロボットへの適用

において、身体部位が近接する動作軌道においても自己

干渉を回避したスムーズな軌道を生成するアルゴリズム

を開発し、一般的な舞踊動作軌道をロボットで再現する

ための基礎を構築することを研究計画とした。 

 この結果、身体部位間の総合的な相対位置関係を表現

する「インタラクションメッシュ」技法をロボットの動

作軌道生成に適用する手法を開発し、以下の論文として

発表した。この手法により、手本となる動作軌道におい

て身体部位間の近接がある場合でも、自己干渉を回避し

たスムーズな軌道としてロボットに適用することが可能

となった。S. Nakaoka, T. Komura, "Interaction Mesh 
Based Motion Adaptation for Biped Humanoid 
Robots", Proc. of the 12th IEEE-RAS International 
Conference on Humanoid Robots, pp.625-6 31, 2012. 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ヒューマノイドロボット、見まね学習 
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［研 究 題 目］グラフオートマトン上の自己組織的な振

動生成と構造遷移 

［研究代表者］富田 康治（知能システム研究部門） 

［研究担当者］富田 康治、黒河 治久、神村 明哉 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 グラフオートマトンは、構造を変化させるルールと、

ルールの適用を制約する構造との間の相互作用を記述す

る数理モデルである。これは静的な格子構造の上での格

子点における状態変化を扱うセルオートマトンを、動的

なグラフ構造に拡張したものといえ、より豊かな表現力

をもつ。この枠組み上の構造の生成とその解析に関する

研究を発展させ、局所的に周期的動作する構造がグラフ

上に分散し相互作用する系の自己組織過程を考え、動的

な構造の自己組織化の研究に資することが本研究の目的

である。 

 このような場合、振動子のネットワークに位相関係を

形成するという自己組織化と、グラフ構造によって振動

子を形成する形成するという自己組織化が同時に起こる。

単純な場合として、各ノードを振動子として取扱い、

各々がパルス結合された場合の振る舞いを検討した。周

囲のノードが局所的に同期した時に限りグラフオートマ

トンのルールを実行するというモデルを想定して、これ

らを実験するためのシミュレータのプロトタイプを試作

し、基本的な動作を確認した。ただし、モデルの改良、

ルールセットの検討は今後の課題である。 

 また、これらの応用への検討の一部として、均質な機

械的構成要素に対する自己組み立て、自己複製のための

様々な手法を提案し、比較検討した。具体的にはランダ

ムな摂動による方法や、構成要素を集めて結合すること

による万能組み立て器に基づく方法などを検討し、統一

的な取扱いが可能であることを示した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］自己組織化、振動子、グラフオートマト

ン、動的ネットワーク、複雑系 

 

［研 究 題 目］他動運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼ

す効果に関する研究 

［研究代表者］本間 敬子（知能システム研究部門） 

［研究担当者］本間 敬子、薄葉 眞理子 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、機器を用いた他動運動が末梢組織の循環

状態に与える影響に関する研究の成果を踏まえて、他動

運動機器の使用が下腿部浮腫に及ぼす効果について、実

験的に明らかにすることを目的とする。本年度は以下を

実施した。 

 過去に脳血管疾患に罹患して後遺症により足部に浮腫

が生じているが、実験の参加に支障がない健康状態であ

る人（以下「脳血管疾患罹患者」と記す）を被験者とし

て、日常生活の中で下腿の血流量、皮膚温等の生体信号

及び室内の温度等を計測し、生体信号の日内変動と、室

温などの環境パラメータの変動との関係について評価を

行うための計測実験を実施した。具体的には、脳血管疾

患罹患者1名を被験者とし、日中の3時間程度車いす座位

で安静にしていただき、安静前後の足部体積および足部

周径を計測するとともに、安静中の皮膚血流量および皮

膚温度を計測した。計測実験で得られたデータから、生

体信号の日内変動と足部のむくみの状態との関係を検討

するとともに、異なる時季に計測実験を実施することに

より、これらの関係の季節的な変化に関する検討を行っ

た。 

 低速で作動する機器と連続的に接触する際に皮膚等の

身体組織が受ける影響のモデル化に関して、身体組織の

モデル化に関する文献の調査を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］他動運動機器、末梢循環状態 

 

［研 究 題 目］確率関係モデルによる医療臨床データの

高度活用に関する研究 

［研究代表者］麻生 英樹（知能システム研究部門） 

［研究担当者］麻生 英樹、橋田 浩一（知能システム

研究部門）、赤穂 昭太郎、神嶌 敏弘、

城 真範（ヒューマンライフテクノロジ

ー研究部門）（常勤職員5名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、情報化の進展により、臨床医療の現場にも多く

の情報機器が導入され、電子的な治療記録や各種の医療

機器からの情報など、膨大なデータが電子的に蓄積され

るようになっている。本研究の目的は、日常の診療行為

の中で生み出される膨大な臨床情報をより高度に活用し

て医療過程の質を持続的に向上させるための新たな統計

解析手法を開発することである。研究計画2年目の平成

24年度には以下のような成果を得た。①東京大学医学部

附属病院を中心に構築している循環器内科情報データベ

ースの拡張を行った。研究対象として心不全の患者を新

たに選定し、治療過程で収集されている各種のデータ

（患者の属性、診察・処置・投薬情報、検査結果情報）

を抽出し、確率モデリングに適した形に成形した。②前

年度にデータ抽出した心筋梗塞（心臓カテーテル手術）

および今年度に抽出した心不全の臨床データについて、

処方された薬物の成分と分量、医学的効用、分類に関す

るオントロジーを整備した。③昨年度構築したデータマ

イニングツールを、部分観測マルコフ決定過程を扱える

ように拡張した。また、医師の行動データから報酬関数

や状態価値関数を推定するための逆強化学習機能および

徒弟学習機能を追加した。公平性の高い学習手法に関し

て様々な手法の関連性を明らかにした。④心筋梗塞（心

臓カテーテル手術）の臨床データに逆強化学習を適用し、

特定の治療法の有効性の検証や医師が治療中に想定して
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いる報酬関数や状態価値関数の推定等を行った。心不全

の臨床データに対してマルコフ決定過程によるモデル化

を適用し、患者の状態の評価、医師の投薬処方の有効性

の推定、患者の予後予測などを行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］確率関係モデル、データマイニング、医

療臨床データ 

 

［研 究 題 目］ベッド上空間スイッチによるロボットの

作業指示 

［研究代表者］脇田 優仁（知能システム研究部門） 

［研究担当者］脇田 優仁、田中 秀幸 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 日常生活環境内での移動に障碍のある患者等が、ベッ

ド上においてユーザが望む対象物を簡単な指示で把持す

るロボットアームシステムの実現を目指し、ロボットア

ームと、ベッドのシーツを投影面とするプロジェクタ及

び、ベッド上のユーザの手の位置のモニタリングのため

の3D スキャナの統合システムの構築を目標とする。シ

ーツ上に投影されるロボットの作業環境のモニタリング

画像及び様々なキャラクタ画像の上にユーザが手をかざ

すことで、作業指示のためのジェスチャとみなして、そ

の指示に従ってロボットに作業を行わせる。ジェスチャ

として、かざされた手の位置を3D スキャナで計測し、

ユーザの意図を解釈するシステムを構成する。 

 ロボットアームとして、現在当研究室で保有している

KINOVA 社製の JACO アームを用いることとした。さ

らに、本計画で用いるための物体の把持機能の実装のた

め、把持対象の物体側にマイクロレンズアレイとモアレ

パターンを利用した AR マーカーを添付し、作業空間中

の物体のデータと位置姿勢の情報を統一的に取り扱える

システムを構築した。対象物の姿勢推定誤差が1度以下

という高い精度で対象物体を認識できることを確認した。

また、合わせてそのようなロボットによるユーザへの介

助が実際の障碍者の生活支援にどれだけ効果的なものに

なるかの客観的な指標として ICF に注目し、日常生活

における生活支援機能の定量的な評価の可能性について

も検討した。 

 3D スキャナについては、マイクロソフトの KINECT 
for Windows を調達し、実際の人の手の位置の検知の枠

組 み に つ い て 調 査 し た 。 プ ロ ジ ェ ク タ と し て

CASIOXJ-A256を調達し、両者を組み合わせたユーザ

インタフェースについて検討した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］介護ロボット、マンマシンインタフェー

ス、プロジェクション機能 

 

［研 究 題 目］ナビゲーションシステムのための複数全

方位画像列を用いた仮想視点画像生成 

［研究代表者］阪野 貴彦（知能システム研究部門） 

［研究担当者］阪野 貴彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、全方位画像列を用いて、経路ナビゲーシ

ョンのための任意視点画像生成手法の研究を行った。初

年度では、(1)単一動画像列のための処理、および(2)複

数動画像列のシームレスな接続のための処理に関する手

法開発を行い、最終年度では、(3)仮想視点から見た新

動画像列生成のための処理手法の開発を行った。 

 単一動画像のための処理としては、全方位動画像から

カメラの動きと周辺の3次元環境を同時に推定する手法

を開発し、また写りこんだ人物等の除去法開発を行った。

全方位画像を利用したことにより、画角の狭い従来の画

像よりも、カメラパス推定と3次元復元の精度が向上す

ることを確認した。 

 複数画像列の処理においては、重複して復元した3次

元環境をもとに、つなぎ合わせ処理手法を開発し、大規

模な地図構築のための基礎技術を確立した。画像および

画像列間の類似性より複数パスで重複している箇所を検

出、もしくは同じ画像列であっても復元精度が低下した

場合に自動的にパスを分割することで、精度のよいサブ

マップをつなぎ合わせる手法を開発した。 

 新画像の生成に関しては、最も近い撮影済みのカメラ

位置から復元した3次元環境を投影し、モーフィングに

よって生成する手法を開発した。本手法によりカメラの

揺れを除去した画像の生成等を可能にした。これらの

個々の開発事項のほかにも、全方位および通常画像を用

いたカメラパス復元や3次元復元でも、頑強な基礎行列

推定や外れ値除去手法など、関連した要素技術の精度向

上を図ることができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］コンピュータビジョン、全方位画像、3

次元復元 

 
［研 究 題 目］鉄堆積作用：鬼界カルデラの熱水活動場

から紐解く太古代海洋環境への制約条件 
［研究代表者］後藤 秀作（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］後藤 秀作（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 鹿児島県薩摩硫黄島の長浜湾では、低温熱水活動と非

常に高速度な鉄堆積物の沈殿が起こっており、鉄沈殿シ

ステムを研究できるモダンアナロジーの場所である。長

浜湾にみられる赤色酸化鉄の堆積機構を明らかにすれば、

酸素濃度上昇にともって形成されたと言われている縞状

鉄鉱層沈殿メカニズム解読に向けての大きな足がかりに

なると思われる。本研究は、薩摩硫黄島長浜湾の浅海熱

水系の全貌およびバクテリア活動と特殊熱水系生態系の

解明と高解像度コア解析沈殿史復元を通して、浅海域で

の金属鉱床形成メカニズムを明らかにすることを目的と

する。 
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 本研究では、長浜湾内の地質学的調査、海底下長期温

度モニタリング、セディメントトラップ、海底定点カメ

ラ及びダイビングによる海底観察調査、陸上定点観測、

硫黄岳の火山活動データ及び気象データの収集を行い、

湾内の海水表面変色域は風向に影響を受けていること、

湾内の堆積物の堆積は気象に影響を受けていること、海

底下温度は海洋潮汐に強く影響を受けていることを明ら

かにした。また、長浜湾内で採取した堆積物試料の詳細

な堆積構造解析、堆積物試料及び気象・降灰記録を用い

た長浜湾の鉄堆積物の沈殿史の復元作業を進めた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉄沈殿システム、低温熱水活動、薩摩硫

黄島、鬼界カルデラ 

 
［研 究 題 目］ヒートアイランド現象の抑制を目指した

冷房排熱の帯水層処分システムの実用化 
［研究代表者］吉岡 真弓（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 真弓、内田 洋平、井川 怜欧、

シュレスタ ガウラヴ 

（常勤職員3名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
 ヒートアイランド現象の有効な対策の一つが地中熱利

用技術による冷房排熱の従来型大気放散から地中処分へ

の転換である。これにより夏季気温の低下が期待できる。

本研究では、帯水層間のポテンシャル差または地表から

の水圧入により熱交換井内に鉛直方向の地下水流れを発

生させ、冷房排熱の帯水層圧入処分によるゼロエミッシ

ョン型冷房システムの構築を目指している。特に、2つ

のサイト（青森および福岡）における強制排熱試験によ

るシステムの高度化と、広域へのシステム導入に対する

地下影響への評価について研究を行っており、我々のチ

ームでは後者が主な研究分担である。本システムの実用

化のためには、大規模にシステムを導入した場合の広域

の地下影響への検討を行うことは不可欠である。そこで、

実証試験サイトである津軽平野・弘前地域において、地

下水流動熱輸送モデリングを実施し、地中熱利用ポテン

シャル評価を行った。本研究に必要なモデリングでは、

地下水流動に加え、地下の熱環境も評価する必要がある。

地下温度の測定には観測用の井戸が用いられているが、

実証試験サイトがある津軽平野では観測井が少なく、地

下温度の実測データを得ることが困難である。そこで、

本モデリングでは、弘前市・黒石市周辺で測定された13

地点での熱応答試験の結果を、広域地下水流動熱輸送モ

デリングの検証データとして用いることで、井戸の観測

データの少ない津軽平野の地下水・温度環境を適切に評

価した。モデリング結果を元に津軽平野における融雪利

用・冷暖房利用時の地中熱ポテンシャルを評価し、ポテ

ンシャルマップを作成した。ポテンシャル評価には、広

域地下水流動・熱輸送モデリングにより求められた地下

水流速と地下温度分布を重ね合わせることで評価した。

その結果、地下水流速の比較的速い平野周辺部および地

下温度の高い平野中央部で地中熱ポテンシャルが高い地

域が推定された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地中熱利用、ヒートアイランド、帯水層、

数値モデリング、有効熱伝導率、 

津軽平野 

 
［研 究 題 目］地中熱利用技術開発のための多孔質媒体

中の水・熱輸送モデルの高度化に関する

研究 

［研究代表者］吉岡 真弓（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］吉岡 真弓（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 再生可能エネルギーである地中熱利用の分野において、

効率向上システムの開発に向けて地盤と熱交換器との熱

交換率の増強に関する研究開発が進められている。その

中には、砂利等の比較的透水性の高い多孔質媒体を活用

する技術も進展しており、多様化する浅層の地中熱利用

システムの技術開発のためには、様々な地盤の粒径に対

し地下水流動やそれに伴う熱輸送の変化を適切に評価で

きる数値モデルが必要である。本研究では、細粒から粗

粒の多孔質媒体中の水・熱輸送モデルの構築を目的とし

て、室内実験および数値モデルの開発を実施した。本年

度は、地盤・土壌での流体流動と熱変化に関する論文に

ついてレビューおよび室内実験装置の設計、予備実験を

行った。不飽和の多孔質体中の流体流動のメカニズムに

ついては古くから研究がなされているが、温度変化を定

量的に解明した例は少ない。定量的に流体流動と温度変

化の関係を評価し、地中熱利用技術の発展に適用可能な

数値モデル化するためにはさらなる実験の必要性が確認

された。実験を行うために、温度センサを取り付け可能

な流体温度計測用大型カラム装置の設計を行った。温度

センサには熱電対を利用し、高速度で温度を測定できる

データロガーを用いた。カラム内部には多様なガラスビ

ーズ（直径10mm～1mm 程度）を充填させ、内部に水

や温水（恒温水槽により生成）を流入させた。また、数

値モデルについては、これまでに研究代表者が構築した

数値モデルの整理および改良を実施した。本モデルでは、

多孔質体中の固相・液相（水相）・気相の熱変化を個別

に追跡することが可能であり、今後は本実験結果を元に

モデルの高度化を行う。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］多孔質体、熱輸送、地中熱利用、数値モ

デル、流体流動 

 
［研 究 題 目］ネパール・テライ低地におけるヒ素汚染

の実態とその対策に関する研究 

［研究代表者］駒井 武（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］駒井 武（常勤職員1名） 
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［研 究 内 容］ 
 ネパール国のナワルパラシ地方において、地質構造に

関する調査を実施し、ヒ素による地下水汚染の実態と発

生メカニズムを把握することを研究目的とする。このた

め、当該地方における地質構造に関する文献や地質調査

資料を収集し、タライ低地に特有の地質構造や層序、帯

水層の構造などに関する各種データを解析した。地表付

近は黄色の粘性土より成り、深度が増すにつれて嫌気的

な黄褐色の地質を形成して、その下部に砂質の帯水層が

数枚あることが分かった。また、低地の沖積層に特有の

透水層と難透水層の累層構造を有することも判明した。 

 文献調査を踏まえ、現地調査では地域内の数か所で試

掘を行い、ヒ素濃度と地質・地下水環境との関係を調査

した。その結果、地質構造と帯水層の存在は既往の文献

や地質調査の結果とほぼ一致し、地表から数 mに第一帯

水層あるいは自由地下水、10数 m の位置に第二帯水層、

さらに深部には第三帯水層が存在することが確認された。

特に、第二帯水層において高濃度のヒ素が確認され、嫌

気的な環境条件と地下水の過剰な揚水に起因してヒ素が

濃集されたことが示唆された。また、地下水と地質試料

を採取して、ヒ素の含有量と溶出量の関係や他の元素と

の相関などの解析から、現地住民の健康被害とヒ素の関

わりについて考察した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］地下水汚染、ヒ素、健康影響、環境地質、

リスク評価 

 
［研 究 題 目］イオン吸着型希土類鉱床の探査法の確立

と資源量評価 

［研究代表者］実松 健造（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］実松 健造（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 イオン吸着型希土類（レアアース）鉱床とは、世界の

重希土類資源の重要な供給源である。鉱石となるのは風

化花崗岩であるが、その形成には原岩花崗岩の地球化学

的特徴に強く依存することがこれまでの当該研究で明ら

かになってきた。ミャンマー国にはペルム紀～ジュラ紀

または白亜紀～新第三紀の花崗岩が南北に分布しており、

温暖・湿潤な気候で化学風化を被っているため、イオン

吸着型希土類鉱床の存在が期待される。本地域の花崗岩

の地球化学的特徴と希土類資源ポテンシャルを明らかに

するために、花崗岩の化学分析を行った。また、花崗岩

採取のための野外調査を行った。 

 ミャンマー国のイオン吸着型鉱床の資源ポテンシャル

を調べるために、同国中央部および南東部から得られた

花崗岩41試料とその他の火成岩27試料について全岩化学

分析を行った。花崗岩の REY（REE+Y）含有量は39～

770ppm 程度であり、その他の火成岩は花崗岩にくらべ

REY に乏しかった。Kayin 州 Thandaung 地域の花崗

岩の REY 含有量は251～770ppm と比較的他の花崗岩よ

りも REY に富むことが分かった。これらの花崗岩はア

ルミナ飽和度[モル濃度で Al2O3/(CaO+Na2O+K2O)]が

1.1以下であり、P2O5含有量は0.04～0.15%と比較的低

い値であった。特に、HREE に富む花崗岩4試料は共通

して SiO2含有量>73%と結晶分化作用が進んでおり、

P2O5含有量<0.06%とリンに乏しい特徴を持つことが分

かった。これまでの研究の結果により、このような地球

化学的特徴を持つ花崗岩は難溶性の REE リン酸塩鉱物

に乏しく、希土類フッ素炭酸塩鉱物を形成することがあ

るため、イオン吸着鉱を形成しやすいことが分かってい

る。これらの結果から、Thandaung 地域はイオン吸着

型 REE 鉱床に必要な原岩花崗岩を有する地域であり、

仮に花崗岩の風化殻が十分に（厚さ10m 以上）発達し

ていれば、REE 資源ポテンシャルが高く、資源量に換

算すると中国南部の小型～中型のイオン吸着型鉱床に匹

敵する程度と見込まれる。 

 Thandaung 地域の野外調査は安全上の理由でさらな

る調査が不可能であったが、これよりもさらに広範囲で

ミャンマー中央部の野外調査を行った。試料採取は主に

Mon 州と Mandalay 管区で行った。花崗岩を中心に火

成岩試料を約130個採取した。これらの岩石試料の化学

分析や記載は、引き続き平成25年度の当該事業において

行う。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］希土類（レアアース）、イオン吸着鉱、 

資源、風化、花崗岩、ミャンマー 

 
［研 究 題 目］ベトナムにおける鉱物資源開発に関する

ガバナンス 

［研究代表者］村尾 智（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］村尾 智（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
鉱業におけるガバナンスや透明性の概念が、ベトナム

の官僚機構にどの程度浸透しているかを調査するため、

国際ワークショップを共催した。準備から当日のワーク

ショップまで、一連のプロセスを共有・観察する事で、

必要な情報を取得した。 

［分 野 名］環境・エネルギー 

［キーワード］ベトナム、商工省、鉱業法、透明性、情

報公開、資源開発 

 
［研 究 題 目］陸域における微生物による嫌気的メタン

酸化プロセスの解明 

［研究代表者］竹内 美緒（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］竹内 美緒、吉岡 秀佳 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 地球規模でのメタンの循環は重要な課題の一つである。

微生物はメタンの循環に大きく関与しているが、本研究

では陸域地下圏でほとんど明らかになっていない微生物
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による嫌気的メタン酸化活動の実態を解明することを目

的としている。平成24年度は、新たに掘削した関東平野

の沖積層試料を用いた嫌気的メタン酸化の現場活性の測

定結果の取り纏め、ならびに陸域に存在する独自の嫌気

的メタン酸化古細菌（ANME-1aFW）の生理学的特性

を明らかにするための、様々な条件（温度、塩濃度）を

変化させた活性測定結果のとりまとめを実施した。その

結果、沖積粘土層の15-20m 付近に高い活性が存在する

ことが明らかになった。メタン生成活性も検出されたも

のの、メタン酸化の方が卓越していると考えられた。ま

た、バクテリアに対する抗生物質（ストレプトマイシン、

アンピシリン）の添加は、嫌気的メタン酸化速度に大き

く影響しなかったことから、バクテリアが関与していな

い可能性も示唆された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］陸域地下圏、嫌気的メタン酸化、 

ANME、mcrA 
 
［研 究 題 目］南アフリカ大深度鉱山での AE 計測第二

期：地下空洞による岩盤損傷の監視と山

跳ね予知 
［研究代表者］雷 興林（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］雷 興林、佐藤 隆司（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
 南アフリカ（以下南ア）の金鉱山では、地下3km 程

度で進行中の大規模な採鉱によって数年で大きな地震

（山跳ね）を起こすまでに応力が高まる。大きな山跳ね

に前震等の直前先行現象が伴うことの多い、よく発達し

た地質断層を立体的に囲む100m 規模の AE 観測網を展

開し、大きさ10cm オーダーの試料を用いる室内岩石破

壊実験を加え微小破壊（mm～cm サイズ）までの精密

震源位置標定、応力への応答などの解析を通して、微小

破壊からより大きな規模の破壊に至までの様々なスケー

ルでの岩盤破壊プロセスを実証的に明らかにする。 

 産総研分担課題では、パイロットホールやセンサ埋設

孔から採取された鉱山内観測領域内の岩石のコアサンプ

ルを用い、室内 AE 発生実験を行う。観測領域は、複数

の礫岩層を含む珪岩からなっており、地層は、複数の断

層で複雑に寸断されており、また、主要な断層は、石英

沈着脈らしき独特の物質で充填されている。さらに現在、

採掘による空洞が、現地観測領域の20-40m 上方で拡大

しており、観測領域内の岩盤は、その位置に応じた、大

きな応力変化の履歴を経験する。観測領域内の様々な岩

種が応力変化に対してみせる AE 活動の消長を室内実験

において把握しておくことが主要な研究内容である。 

 平成23年度は、鉱山のサイトからとった試料の室内破

壊実験を実施し、多チャンネル高速度で AE 波形を収録

した。詳細な AE の時空間分布解析結果によって、岩石

試料に既存する微視的な面構造組織が、AE 活動で強調

されることが示唆された。 

［分 野 名］環境・エネルギー、地質 

［キーワード］室内岩石破壊実験、AE 技術、共同研究、

南ア鉱山、山跳ね、誘発地震 

 

［研 究 題 目］低炭素型枯渇油田再生化技術の開発を目

指した原油分解メタン生成メカニズムの

解明 

［研究代表者］眞弓 大介（地圏資源環境研究部門） 

［研究担当者］眞弓 大介（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 油層内微生物の原油分解・メタン生成経路を評価する

ため、国内油田の2カ所の生産井から油層水と原油を採

取し、現場油層環境を模擬する高温高圧培養実験と

CCS 後の高濃度 CO2環境を模擬する高温高圧培養実験

を行った。一方で、採取した油層水や原油の地球化学的

な分析を行った。その結果、ある1カ所の油田において

のみ生物的原油分解反応の兆候が観察された。 

 高圧培養の期間中、油層水の有機酸とヘッドスペース

ガス中のメタンと二酸化炭素の濃度を定期的に測定し、

その経時変化を検討した。その結果、上記の生物的原油

分解反応の兆候が観察された油層試料において、培養後

150日後から原油無添加区に比べて原油添加区で有意な

メタン生成が観察された。また、CCS 後の高濃度 CO2

環境を模擬する高温高圧培養においても、原油からのメ

タン生成反応を観察した。今後も培養を継続し、メタン

生成の増加を観察する一方で、採取した油層試料の地球

化学的および微生物学的解析も進める。 

［分 野 名］地質  

［キーワード］油田、油層内微生物、高圧培養、原油分

解メタン生成経路、遺伝子解析 

 
［研 究 題 目］環境振動評価のための戸建て家屋動特性

の同定とその推定法の構築 

［研究代表者］松本 泰尚（埼玉大学） 

［研究担当者］国松 直（地質情報研究部門） 

（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、外部振動源による環境振動の評価にあた

り、戸建て家屋の動特性の解明、およびその推定に基づ

く屋内での環境振動の予測法の構築を目標とした。ここ

で、戸建て家屋の動特性は、振幅依存など非線形性を示

すことが、家屋の耐震性を対象とした大振幅領域を対象

とした既往の知見で示されているが、環境振動を対象と

して振動振幅を限定し、その範囲内での動特性の解明を

目的とした。また、動特性の推定においては、間取り図

や実物の目視で確認できる構造形式と壁量などのパラメ

ータから固有振動数を推定できる、実務でも利用可能な

手法の構築を目指すこととした。 

 複数の戸建て家屋における振動測定により動特性を検

討するとともに、測定対象とした家屋の固有振動特性の
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集中質量系モデルによる推定について検討し、間取りや

壁量などの情報が得られれば、環境振動評価で求められ

る程度の精度で、家屋の固有振動数を推定できる可能性

を示した。他の家屋に対する適用性については、さらな

るデータの収集により検証する必要がある。 

［分 野 名］環境・エネルギー 
［キーワード］環境振動、戸建て家屋、固有振動数 
 

［研 究 題 目］巨大津波の発生原因を探る～スマトラ北

西沖巨大津波発生メカニズムに関する仮

説の検証 

［研究代表者］平田 賢治（防災科学技術研究所：2013

年1月1日より）（気象庁気象研究所） 

［研究担当者］平田 賢治（気象庁気象研究所）、 

弘瀬 冬樹（気象庁気象研究所）、 

荒井 晃作（地質情報研究部門）、 

徳山 英一（東京大学） 
木下 正高（海洋研究開発機構） 

（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 2004年スマトラ沖地震（M9.2）による巨大津波の発

生メカニズムについて5つの仮説が提案されているが未

だ決着していない。本研究は、現場海域の調査と津波数

値モデリングに基づき、最新の仮説の検証作業を通じて、

この巨大津波の発生様式を明らかにすることを目的とす

る。 

 平成24年度は、（独）海洋研究開発機構の学術研究船

「白鳳丸」によって取得済みの48chの反射法地震探査デ

ータや、3.5kHzのサブボトムプロファイラー（SBP）
を用いた海底表層の地層探査のデータ解析を行い、いく

つかの発表をした。海底地形調査によってスマトラ北西

沖外縁隆起帯の中央付近に見つけられた明瞭なリニアメ

ントとあわせて解釈を進めている。外縁隆起帯は圧縮応

力に伴う背斜構造が発達しており、その間にある小さな

堆積盆に注目して、堆積盆を埋める堆積層の変形を解析

した。今後、解析を進め、当該リニアメントが分岐断層

であることが確認されるとともに、新しい時代の変形運

動が解明されることが期待される。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］津波、地震、スマトラ島沖、音波探査、

地殻変動 

 

［研 究 題 目］フィリピン海プレート創成過程復元と島

弧創成メカニズムの解明 

［研究代表者］石塚 治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］石塚 治、山崎 俊嗣（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

伊豆小笠原マリアナ島弧形成前のフィリピン海プレー

ト創成期から、島弧形成にいたる時期のテクトニクスを

復元し、プレート沈み込み開始を決定づける要因や、沈

み込み開始時のマグマの化学的特徴の時空変遷とマグマ

プロセスの解明を目指した。この目的でパラオ諸島周辺

の未踏海域及びパラオ諸島、小笠原諸島にて岩石学的、

古地磁気学的研究を実施した。取得したデータ、試料の

分析、解析から以下を明らかにした。１）パラオ海盆と

西フィリピン海盆は同時期に、しかも同方向に伸びる海

底拡大軸により形成された。これは、パラオ海盆が西フ

ィリピン海盆より古い海盆であるという従来の解釈を覆

す。２）これらの海盆拡大開始時期は伊豆小笠原マリア

ナ島弧の形成開始時期とほぼ一致する。３）伊豆小笠原

マリアナ島弧の南端部に非海洋地殻の基盤を発見し、伊

豆弧前弧域で発見されている中生代の基盤と対比される

可能性がある、ことが明らかになった。これらの制約を

元に、島弧形成期から上記海盆形成終了までにいたる地

質構造発達史を説明するフィリピン海プレートの復元モ

デルを作成した。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］フィリピン海プレート、島弧創成、化学

分析 

 

［研 究 題 目］古地図および堆積物を利用した高分解能

火山地質学の構築 

［研究代表者］及川 輝樹（地質情報研究部門） 

［研究担当者］及川 輝樹（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

 本研究は、古地図と堆積物を利用した火山活動史構築

法の開発を目的とする研究である。噴煙の画かれた古地

図のカタログづくりを行い、噴煙の描かれた火山の噴煙

史と火山活動史の関係を、文献史料及び地質調査を併用

して明らかにするのが目的である。本年度は、今まで収

集した資料のとりまとめを行い、噴煙の描かれた古地図

のカタログづくりを行った。カタログは主にある程度の

広がりを持った地域（国、郡単位以上）が描かれている

古地図を中心に収集し、それらに描かれた火山の活動文

字記録も同時に収集しまとめた。対象となった地域は、

古地図に噴煙活動の記録が豊富に残る、北海道（蝦夷）

地域、中部日本､九州地域の各火山である。さらに、噴

煙の描かれた火山の噴煙史と火山活動史の関係を、文献

史料及び地質調査を併用して明らかにするのを目的とし

た調査をトカラ列島横当島において行った。その結果、

まだ予察的であるが、古地図の情報を断片的な文書記録

及び地質調査と併用することによって、噴気活動史を組

み入れた詳しい火山活動史の構築が行なえることが明ら

かとなりつつある。また、本研究で昨年度とりまとめた

霧島火山新燃岳の文書記録に基づく江戸期の活動につい

ては、学術論文としてまとめた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、古地図、噴煙、噴火史 
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［研 究 題 目］宇宙線層序学の開拓 

［研究代表者］堀内 一穂（弘前大学） 

［研究担当者］堀内 一穂、小田 啓邦（地質情報研究

部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 バイカル湖から得られたピストンコア（Ver96-2, 
St.7）の高分解能古地磁気記録の整理を行い、Iceland 
Basin 地磁気エクスカーション（～188ka）の記録につ

いて、バイカル湖の他の記録と比較を行い、さらに年代

軸の検討を行った。比較に用いたのは、Acadmician 
Ridge で採取された Ver98-1、St.6（Oda et al., 2002）
と CON01-603-2（Demory et al., 2005）である。特

にバイカル湖の相対古地磁気強度記録を相対古地磁気強

度の最も新しい標準曲線 PISO-1500（Channell et al., 
2009）と比較させることを試みた。PISO-1500の年代軸

は北西大西洋の統合国際深海掘削計画（IODP）の

U1308コアに依存しており、U1308コアの年代軸は底生

有孔虫（深層水）の酸素同位体を酸素同位体標準曲線

LR04（Lisiecki&Raymo、2005）にパターンマッチさ

せたものである（Channell et al., 2008）。この LR04

は（深層水の）酸素同位体標準曲線として知られている

が、特に氷床量変動を表すとしてある氷床モデルに依存

する形で氷床量変動に時間差を加えた年代軸で表現され

る。一方で、Caballero-Gill et al. (2012)は中国大陸の

鍾乳石（ウラン－トリウム法による絶対年代測定された

もの）と南シナ海の掘削コア試料による表層水（浮遊性

有孔虫）の酸素同位体のパターンをマッチさせ、同じコ

ア試料の底生有孔虫による深層水の酸素同位体に絶対年

代軸を与えることに成功した。この年代軸をもとに

PISO-1500の過去35万年分の年代軸を修正したもので、

バイカル湖の相対古地磁気変動による年代推定を行った。

結果として、バイカル湖の珪藻量変動を日照量変動にパ

ターンマッチさせたもの（Prokopenko et al., 2006）
と食い違いがみられることが判明したが、詳細について

は今後の検討が必要である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］宇宙線生成核種、相対古地磁気強度地磁

気逆転、地磁気エクスカーション、珪藻、

日照量変動、酸素同位体、氷床量変動、

バイカル湖、鍾乳石 

 

［研 究 題 目］活褶曲地帯における地震に伴う斜面変動

と地形発達過程に関する研究 

［研究代表者］小荒井 衛（国土地理院） 

［研究担当者］小荒井 衛、中埜 貴元（国土地理院）、

岡谷 隆基（国土地理院）、黒木 貴一

（福岡教育大学）、小松原 琢（地質情

報研究部門）（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、地震に伴う斜面変動のポテンシャル評価の

ための基礎資料を得るため、2004年新潟県中越地震と

2011年長野県北部地震に伴った斜面変動発生場の地形的

特徴、特にその地形発達史上の意義意味を明らかにする

ことを目的とする。そのために、地域地形地質発達過程

を解明するとともに、詳細地形判読・地表調査・衛星画

像解析および GIS 解析を併用し、斜面変動が集中的に

発生した場所の地形的特徴を検討した。平成24年度には、

中越地震の地殻変動域に当たる魚野川・信濃川周辺とそ

の支流の低位段丘面をテフラにより編年するとともに、

長野県北部地震の斜面変動発生場を明らかにした。その

結果、中越地震の地殻変動域では中期更新世後半以降に

一定傾向で活褶曲運動を伴った隆起が継続していること、

隆起軸部で地すべりによる斜面の開析が進み斜面が従順

化している一方で、隆起軸から離れ隆起速度の小さな場

所では地すべり性斜面と谷壁斜面が共存する地形が形作

られていること、中越地震においては隆起軸から離れ地

すべり性斜面と谷壁斜面が共存している芋川流域におい

て斜面変動が多発したことが示された。長野県北部地震

においても同様の傾向が認められた。同時に行った解析

により、斜面変動が多発した場の条件として、震源断層

の断層上盤側に位置すること、起伏量が大きく、急傾斜

かつ凸型斜面が発達することが示された。このような地

形条件は、新しい地質時代に隆起を開始した山地におい

ては地すべり地形と谷壁斜面が共存する地域で生じやす

く、それは特定の地形発達段階において成立すると考察

した。以上をまとめて報告書として出版するとともに学

術雑誌に投稿した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］斜面変動、新潟県中越地震、長野県北部

地震、地殻変動、地形発達 

 

［研 究 題 目］火山ガス観測に基づく継続的噴煙活動火

山の噴火・活動推移解明 

［研究代表者］篠原 宏志（地質情報研究部門） 

［研究担当者］篠原 宏志（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 継続的な噴煙活動を行っている火山において噴煙組成

（火山ガス組成）の繰り返し観測および連続観測を実施

し、火山ガス組成の変動から、火山ガス放出過程を明ら

かにし、噴火・脱ガス機構をモデル化するとともに活動

推移過程を明らかにする。平成22年度から浅間山山頂火

口縁にて継続している火山ガス組成連続観測の結果を解

析し火山ガス観測の誤差の原因の推定とデータの評価を

行うとともに、それ以前から実施していた繰り返し観測

の結果と総合し長期的な火山ガス組成変動についても評

価した。浅間山の火山ガスは山頂火口底中央の火孔が主

要な放出源と考えられるが、その周囲および火口壁周辺

にも多数の噴気孔が存在しているため、火口縁に設置し

ている観測装置に流れてくる噴煙は様々な噴気の影響が

混入している。周辺の噴気孔は温度が低く、ガス組成も
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CO2/SO2が大きいなど、主火孔のガスとは異なってい

る。主火孔のガスの放出量が大きいため、主火孔起源の

火山ガスが観測された場合には高濃度の SO2が検出する

と期待される。そのため低温噴気ガスの影響を除去する

ために、組成と SO2濃度の相関を解析し、高 SO2濃度測

定時に特徴的な組成を抽出することにより、主火孔起源

ガスの組成を推定した。これにより得られた火山ガス組

成は、連続観測実施期間の2年間に顕著な変動は見いだ

されなかった。 

 浅間山では2-3年毎に火山ガス放出量が高い時期と低

い時期が繰り返されており、高放出量期の初期に噴火が

生じている。本研究期間中は低放出量期であったが、低

放出量期には主火孔起源ガスに対して周辺低温ガスの影

響が大きくなるため、繰り返し観測では精度の良い組成

の推定が困難であったが、連続観測結果の解析により、

低放出量期の組成の定量化が可能となった。その結果、

高放出量期と低放出量期では火山ガス組成の顕著な差は

ないことが明らかとなった。浅間山における継続的火山

ガス放出活動は火道内マグマ対流により駆動されている

と推定されている。本研究の結果は、噴火直後の高放出

量期でも、活動度の低い低放出量期でもマグマ対流は同

様の条件で生じており対流速度のみに変化がある事を示

した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、火山ガス、噴煙、活動推移 

 

［研 究 題 目］ドミニカ共和国における近過去から現在

のバッテリー工場起源沿岸域鉛汚染の調

査・解明 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 本年度は、まず11月にドミニカ共和国ハイナ川河口周

辺海域において造礁サンゴ探索のための予察的な調査を

実施し、数種類の塊状サンゴを採取した。これらのサン

ゴには目視でも数年分の年輪が確認された。また、現地

の研究者との情報交換ならびに今後の研究方針について

の打ち合わせを行った。日本に移送されたサンゴ試料は、

スラブ（薄板）状に切断され、軟エックス線による年輪

の疎密バンドの撮影を行い、約10年分の年輪を保持して

いると推定された。成長軸に沿って微小試料切削が行な

われた。今後、水温指標となる Sr/Ca 比分析による年

齢査定を行なう予定である。 

 さらに、2月に再度現地調査を実施し、前回の調査海

域よりも、さらにハイナ川河口に近い海域で塊状サンゴ

を探索し、カリブ海における環境復元研究の標準種であ

るマルキクメイシ属の一種の塊状群体を採取した。目視

観察の結果、15年ほどの年輪が含まれていた。これらの

2回の調査で採取されたサンゴ試料を用いることで、鉛

汚染の時間空間分布を復元できる可能性がある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］鉛汚染、汚染履歴、リモートセンシング、

生物モニタリング、サンゴ 

 

［研 究 題 目］沿岸防災基盤としてのサンゴ礁地形とそ

の構造に関する研究 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之、鈴木 淳（常勤職員2名） 
［研 究 内 容］ 

 温暖化時代の海面上昇の下で、あるいは台風や津波な

どの災害に対して熱帯・亜熱帯島嶼の住民・社会基盤の

安全を維持するため、サンゴ礁の地形および堆積構造を

防災基盤として評価することを目指した研究である。 

 サンゴ礁の礁縁から外洋側にかけての礁斜面の地形は、

具体的に提示されることが少ない。サンゴ礁の外洋側に

は縁脚縁溝系のように、シングルビーム測深による二次

元の断面図では表現できない地形が多く存在する。平成

24年度は、隆起サンゴが発達する奄美諸島喜界島でワイ

ドバンドマルチビーム測深機を用いて地形の高解像度マ

ッピングを行い、デジタル三次元図として可視化を行な

った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］サンゴ礁、喜界島 

 

［研 究 題 目］スロースリップの繰り返し周期は何が決

めるか？―重力観測で流体の挙動を探る 

［研究代表者］名和 一成（地質情報研究部門） 

［研究担当者］名和 一成（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

昨年度、長期的スロースリップイベント（SSE）のサ

イクルの全期間にわたる重力変化を捉えることを目的と

して、琉球海溝沿いで半年に一度発生する SSE を対象

とし、石垣島、西表島で超伝導重力計及び絶対重力計を

用いた連続観測を開始した。今年度、それらの観測を継

続し、2012年5月と2012年12月に発生した2度の SSE 前

後の重力変化データを取得することができた。超伝導重

力計データについて、重力観測点（VERA 石垣島観測

局）近傍の雨量データや石垣港の検潮データを使って、

地下水や潮位変化の影響を補正した。現時点では、気圧

応答も含めた各種の補正が不十分であるものの、今年度

発生した2度のイベントにおいて、SSE イベント前の重

力増加と SSE イベント発生後の重力減少（いずれも大

きさはマイクロガルオーダーで期間は1ヶ月程度）とい

う同様な重力変化パタンが観測された。最終年度である

来年度も観測を継続して、イベント前後の重力変化デー

タを蓄積する。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］スロースリップ、沈み込み帯、重力、地

殻変動、測地学、地震学、琉球海溝、石

垣島、西表島 
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［研 究 題 目］SIMS による初期太陽系における親鉄性

元素の分別に関する研究 

［研究代表者］比屋根 肇（東京大学） 

［研究担当者］比屋根 肇、森下 祐一（地質情報研究

部門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本年度は、白金族元素を含む多くの親鉄性元素につい

て、二次イオン質量分析計（SIMS）による定量分析の

基礎実験を行うとともに、実際の隕石試料中の金属粒子

に対する分析を試みた。標準試料としては、昨年度から

準備していた、鉄が主体で数個の親鉄性元素を1%程度

ずつ含む合金標準試料を用いた。一次イオンとして酸素

イオンビームを用いて合金試料を分析し、SIMS 分析に

不可欠な「相対感度係数」を多くの親鉄元素について求

めることができた。 

 実際の試料の分析については、まず、マーチソン隕石

から見つかった大きなマグネシウム同位体分別を示す二

つのヒボナイト包有物中の超難揮発性金属粒子について

詳しい分析を行った。金属微粒子はミクロンサイズで、

SIMS ではスパッタリングにより失われる可能性がある

ため、SEM-EDS により分析した。その結果、白金族

元素を含む超難揮発性金属元素のパターンは、ロジウム

より難揮発性の元素についてほぼフラットな太陽組成の

パターンを維持しており、鉄とニッケルのみが欠乏して

いることがわかった。このパターンを説明するため、金

属元素の蒸気圧データをもとに蒸発のモデル計算を行い、

金属微粒子の生成条件を推定した。結果は摂氏1600度以

上の高温での蒸発と整合的であった。また、これらの包

有物に対してカルシウム同位体、チタン同位体の分析を

行った結果、いずれも48Ca, 50Ti に同位体異常が見られ

ることがわかり、いわゆる FUN と呼ばれる特異な包有

物に属することが明らかになった。 

 次に、非常に始原的な Y-81020 隕石（CO 3.05）中

のコンドルール内の金属粒子について、酸素イオンビー

ムを用いた SIMS による分析を試み、分析手法の検討

を行った。その結果、多くの親鉄性微量元素が検出可能

であることが確認できた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］二次イオン質量分析装置、SIMS、初期

太陽系、隕石、親鉄性元素 

 

［研 究 題 目］縞状堆積物を用いた浮遊性海生珪藻類の

進化過程の高分解能解析 

［研究代表者］柳沢 幸夫（地質情報研究部門） 

［研究担当者］柳沢 幸夫、渡辺 真人 

（常勤職員2名）  

［研 究 内 容］ 

 この研究は、浮遊性海生珪藻類の進化過程を、「年縞」

堆積物の特性を生かして高時間分解能で解析することを

目的とする。最終年度にあたる今年度は、佐渡島中山層

で見つかった Hemidiscus 属新種（Hemidiscus sp. A）

の進化過程を解析した。新種 Hemidiscus sp. A は、祖

先種の Hemidiscus cuneiformis とは、蓋殻中央の点紋

が退化して円形の透明な領域を持つ点で区別される。新

潟県佐渡島の中山層や新発田市の内須川層の8.6Ma 付

近の層準で発見され、その生存時間はわずか約1万年と

推定される。太平洋側では全く検出されないので、本新

種は日本海固有種である可能性が高い。本新種の祖先で

ある暖流系の H. cuneiformis は、約11Ma から量的に

は1%以下とわずかではあるが連続的に産出し、この時

期に日本海側に微弱な暖流が流入していたことを示すが、

約10.0 Ma 付近で本種の産出は途絶するので、この層

準で日本海側への暖流の流入が停止したことがわかる。

これより新しい区間では H. cuneiformis の産出は鮮新

世まで原則として認められないが、約8.6Ma 頃にわず

かに産出があり、瞬間的に暖流が日本海域に流入し、そ

の後すぐに停止したことを示唆する。おそらく日本海に

流入した H. cuneiformis 個体群が、暖流の流入停止に

より太平洋側の個体群との交流が途切れて隔離され、急

速に形態進化を起こして H. sp. A が進化したと推定で

きる。しかし、暖流の途絶に伴うその後の日本海の寒冷

化により、暖流系の H. sp. A は環境に適応できず、1万

年程度生き延びただけで絶滅に至ったと思われる。こう

した進化は典型的な異所的種分化の例として重要な意味

を持つ。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］古生物学、珪藻、進化 

 

［研 究 題 目］海底噴出熱水のホウ素同位体化学から迫

るホウ素グローバル循環の解明 

［研究代表者］山岡 香子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山岡 香子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 ホウ素は、地球システムの定量的な物質循環解明のた

めの地球化学トレーサーとして有効な元素であるが、よ

り正確な解釈のためには、様々な地球化学プロセスにお

ける挙動の理解が必要である。ホウ素の海洋への流入経

路として、噴出熱水は河川についで重要であるが、特に

島弧・背弧熱水系に関するデータは不足している。本研

究では、西太平洋の島弧・背弧熱水系（水曜海山・マリ

アナトラフ・マヌス海盆・北フィジー海盆・沖縄トラフ）

に注目し、噴出熱水のホウ素濃度及びホウ素同位体分析

を行った。結果は、3つの異なる地質条件により、以下

のように整理された。 

1) 堆積物で覆われていない熱水系：マヌス海盆

Vienna Woods の噴出熱水はホウ素濃度が低く同位体

比が高いという中央海嶺熱水系に似た組成を示した。

一方、マヌス海盆 PACMANUS と伊豆小笠原弧水曜

海山は、ホウ素濃度が高く同位体比が低いという特徴

を示した。マリアナトラフの Alice Springs と
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Forecast vent は、これらの中間的な値を示した。こ

れらの特徴は、基本的に母岩のホウ素濃度の違いによ

ると考えられる。 

2) 二相分離している熱水系：海底下での二相分離によ

り気相に富んでいる北フィジー海盆の噴出熱水は、中

央海嶺熱水系と似た組成を示した。二相分離における

ホウ素同位体分別は非常に小さいことを考えると、こ

の組成は水－岩石反応を反映していると考えられ、熱

水が MORB 的な岩石と反応したことを示している。 

3) 堆積物に覆われた熱水系：沖縄トラフの噴出熱水は、

非常に高いホウ素濃度と低い同位体比を示し、高い

Cs/B 比を持つ。このことは、熱水が岩石だけでなく

堆積物とも反応し、多量のホウ素が堆積物から熱水に

溶出したことを意味する。 

 これらの地質条件の違いに関わらず、全ての噴出熱水

のホウ素同位体比は濃度の逆数に比例し、基本的に反応

した岩石または堆積物から溶出したホウ素の量に支配さ

れる。本研究は、島弧・背弧熱水系のホウ素濃度及び同

位体比を体系的に明らかにし、水−岩石反応におけるホ

ウ素の挙動及びホウ素循環における噴出熱水の寄与に関

して、重要な知見をもたらした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底熱水系、ホウ素同位体 

 

［研 究 題 目］過去4千万年間の古地磁気強度変動：地

磁気逆転頻度と地磁気強度の関係の解明 

［研究代表者］山崎 俊嗣（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山崎 俊嗣、苅谷 恵美、山本 裕二 

（高知大学）（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 今年度は、統合国際深海掘削計画（ IODP）Site 
U1332コア試料について、FORC（First-order reversal 
curve）測定、IRM（等温残留磁化）獲得曲線等の岩石

磁気測定・解析を行った。これまでの測定結果とあわせ

て、外洋域の海底堆積物の磁性鉱物は主として陸源と生

物源の2成分からなること、この量比の変動は非履歴性

残留磁化（ARM）と IRM の比（ARM/IRM）の変動か

ら推定できること、そして、この量比の変化が相対古地

磁気強度に影響していることを明らかにした。また、相

対古地磁気強度推定は、堆積速度にも影響を受けている

ことが明らかとなった。これまでに南大西洋の DSDP 
Site 522コアを用いた研究から、古地磁気強度と地磁気

逆転間隔の間に弱い相関があると指摘されていたが、前

述の結果に基づき元データを検討した結果、磁性鉱物組

成や堆積速度の変化に影響された見かけのものであるこ

とが明らかとなった。これらの点を論文として公表した。 

 Site U1331～U1333コアにおいて、磁性鉱物組成を反

映する ARM/IRM 比は始新世と漸新世とで大きく異な

るが、それぞれの時代での変動は比較的小さいため、相

対古地磁気強度変動を見積もることは、始新世と漸新世

とに区分して解析すれば基本的に可能であると推定され

た。ARM および IRM を規格化パラメータとして相対

古地磁気強度変動を見積もったところ、おおむね同様の

変化を示すことが分かったが、IRM による規格化のほ

うが規格化残留磁化強度と IRM との相関が小さいため

適していると結論された。得られた始新世と漸新世の相

対古地磁気強度変動には、地磁気逆転時だけでなく極性

一定時にも地磁気強度の極小が見られ、これは過去3百

万年間について従来知られていた特徴と同じである。こ

れらの結果を論文にとりまとめて投稿した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］古地磁気強度、地磁気逆転頻度、IODP、
岩石磁気、始新世、漸新世 

 

［研 究 題 目］都市域の地下水中における医薬品類の汚

染の実態ならびに挙動の評価 

［研究代表者］安原 正也（地質情報研究部門） 

［研究担当者］安原 正也（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 都市域の地下水涵養源として上下水道管からの漏水

（上下水道漏水）が近年注目を集めている。上下水道漏

水の地下水水質に与える影響とその量的評価手法の確立、

さらには来年度以降の PPCPs（パーソナルケア製品；

Pharmaceutical and Personal Care Products）の調査

地点の選定を目的として、都市化の程度が多様である石

神井川流域の上流域～下流域において一斉調査を実施し、

地下水、水道水ならびに地表水を採取した。採取した試

料については、主要溶存成分、環境同位体（水のδ
18O・δD、NO3

-のδ15N・δ18O、SO4
2-のδ34S、DIC の

δ13C）、大腸菌群数（T.coli）、大腸菌数（E.coli）を測

定した。 

 この結果、水のδ18O・δD から、地下水の起源は降

水ならびに上下水道からの漏水と判断された。ただしδ
34S から、少なくとも上流域では、上水道からの漏水の

寄与率は小さいと考えられた。都市化の程度が小さい上

流域では、降水寄与率の高い地下水において Cl-濃度や

NO3
--N 濃度、大腸菌群数が高い傾向を示したことから、

これらは農地に由来すると考えられた。これに対して都

心部に位置する下流域では、地下水への降水寄与率と大

腸菌群数が負の相関を示した。大腸菌群数の高い地下水

においても大腸菌は検出されなかったが、δ34S からは

下水漏水の寄与が考えられた。一方、主要溶存成分につ

いては地点間の差が大きく、降水寄与率との関係は見ら

れなかった。これは、δ15N 等の結果を考慮すると、都

心部では郊外よりも脱窒等の地球化学反応が盛んに起こ

っているためと考えられた。 

 郊外に位置する上流域では、都市化の程度が小さいこ

とに加え、都心部よりも遅れて上下水道が整備されたた

め、これらの管渠の劣化の程度が少ない。このため、地

下水への漏水寄与率が小さい。これに対して、都心部に
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位置する下流域では上下水道の整備が早くに行われたた

め、管渠の劣化が進行しており、漏水量が大きいと考え

られた。 

 このような研究地域の水文化学的な調査結果を踏まえ、

来年度は地下水中に認められる PPCPs の濃度分布や起

源について検討を行う予定である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］都市の地下水、地下水涵養、水質形成機

構、下水漏水、環境同位体、マルチトレ

ーサー 

 

［研 究 題 目］爆発的噴火をもたらす浅部火道システム

の構造発達過程 

［研究代表者］下司 信夫（地質情報研究部門） 

［研究担当者］下司 信夫（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究は、爆発的噴火をコントロールする浅部火道の

構造発達過程を、侵食された火山体に露出する火道断面

構造の解析から復元することを目的とする。本年度は、

三宅島の2000年陥没カルデラの崩壊壁に露出する火道断

面を約20個抽出し、遠望観測によって取得された画像デ

ータに基づきその構造を解析し、その発達過程を復元し

た。地表に露出する噴出物の解析から、これらの火道を

形成したマグマの組成は玄武岩～玄武岩質安山岩の比較

的狭い組成範囲にあることが判明した。カルデラ壁にお

いて観察された火道を、その構造から溶岩流出火道、火

砕丘形成火道、爆発噴火火道に区分した。さらにそれら

に付随する噴出物の堆積構造及び構成物の解析を行い、

噴火スタイルの復元を行った。噴出物の構造から、これ

らの火道を形成した噴火は、非爆発的な溶岩流出噴火か

ら、爆発性の強い準プリニー式噴火まで広いバリエーシ

ョンを持つことが明らかになった。 

 これらを総合した結果、溶岩流出噴火では火道壁の顕

著な侵食が発生しないのに対し、より爆発的な噴火では

地表から最大100m ほどの深さまで火道壁が機械的侵食

をうけ、火道幅が増大することが明らかになった。また

火道壁の侵食が開始するレベルは、火道を満たすマグマ

が破砕を開始する深度に一致する。このことから、火道

内を上昇するマグマの破砕と、火道壁への火砕物粒子の

衝突によって火道壁の浸食が進行する可能性を指摘した。

また、大規模な火道壁の侵食の進行により火道壁の不安

定さが増大し、その結果火道壁の崩壊が発生することが

観察された。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、噴火、マグマ、三宅島、地質構造 

 

［研 究 題 目］フィールドサーバによるリアルタイム降

灰観測手法の開発 

［研究代表者］古川 竜太（地質情報研究部門） 

［研究担当者］古川 竜太、及川 輝樹 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

フィールドサーバ技術を応用した火山灰観測装置を設

計し、導入予定のセンサの性能試験を行った。レーザ回

折方式の花粉センサについて火山灰についての検出性能

を確かめるための実証試験を行った。頻繁に爆発的噴火

を行っている鹿児島県の桜島火山で火山灰を検出するテ

ストを実施し、気象庁の公表している噴火情報とセンサ

の反応結果が相関していることを検証した。また、レー

ザ回折方式センサと従来の定容量容器で回収する方式に

よる観測との比較を行った。その結果、細粒火山灰粒子

についてはよい一致が見られたものの、粗粒火山灰につ

いてはレーザ回折方式センサの感度不良域があることが

判明した。そこで、別方式の火山灰センサとして埋没度

センサ（光抵抗素子）、堆積厚測定センサ（赤外線およ

び超音波方式）の導入の検討を開始した。また、高さや

風速場の変化によって噴火以外のかく乱要因（強風や降

雨などによる火山灰の再移動など）を評価するため、気

象観測装置をセンサに併設して、気温、風速、風向の観

測を行い、かく乱要因を最小にするセンサ設置位置の検

討を行った。観測機器設置場所として予定していた霧島

火山は2011年10月以降、噴火していないため、観測機器

の設置場所として不適当な状況となった。そこで別の設

置場所として、鹿児島県の桜島火山の東～南東側の山麓

を候補地に選定した。現地の地形・地質、電波状況の調

査、借地手続き等を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、フィールドサーバ、火山灰、 

観測、リモートセンシング、Arduino、
花粉 

 

［研 究 題 目］琉球弧島嶼の沈降運動に関する地質学的

検証 

［研究代表者］荒井 晃作（地質情報研究部門） 

［研究担当者］荒井 晃作、井上 卓彦、佐藤 智之、

井龍 康文（名古屋大学）、町山 栄章

（海洋研究開発機構）（常勤職員3名、他

2名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、かつては琉球弧の島嶼の一部であった可

能性のある沖縄島と宮古島の間の高まりにおいて、高分

解能マルチチャンネル構造探査、第四紀堆積層の音響層

序学的な解釈、精密地形調査、岩石採取、採泥調査とそ

の年代決定により、１．島嶼の沈降が、いつどの様に開

始したかを検証する。沈降運動は琉球弧を胴切りする方

向の断層運動に関連していると考えられ、断層運動の変

位量や速度を求める。２．陸続きであったとされる宮古

島と沖縄島の間の溝がいつから形成され、発達したかを

解明する。それによって、従来の研究よりも精度の高い

古地理の復元を試みる。 
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 平成24年度の研究では、宮古島北東沖において海底地

形調査を実施した。この調査は水深約150m 以浅の海域

を中心にマルチナロービームの測深を行った。その結果、

水深約120m にはテラス状の地形が認められることが分

かった。さらに浅い、水深60m には明瞭な凹凸地形が

存在しており、その地形は現世の水深10m 以浅に認め

られるサンゴ礁地形と良く一致していた。つまり、海底

下に没したサンゴ礁を見いだした可能性が高い。これら

の地形に関して、さらに調査を進めればこの海域の沈降

や隆起運動を解明できる。また、「なつしま」NT09-11
航海の分析作業がほぼ完了し、公表の準備を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質構造、正断層、古地理、音波探査、

サンゴ礁 

 

［研 究 題 目］カルデラ噴火機構とマグマ溜まりの発泡

プロセスに関する研究 

［研究代表者］斎藤 元治（地質情報研究部門） 

［研究担当者］斎藤 元治、森下 祐一、川辺 禎久、

東宮 昭彦（常勤職員4名） 

［研 究 内 容］ 

 火山観測に基づくカルデラ噴火の予知や推移予測を行

うためには、カルデラ噴火の噴火機構を理解する必要が

ある。噴火の引き金として予想されているプロセスは、

マグマ溜まり内の揮発性成分（主として、水、二酸化炭

素、硫黄）の濃集と発泡である。本研究の目的は、「メ

ルト包有物」という微小な岩石試料を用いて、後期第四

紀に国内で起きた巨大カルデラ噴火のマグマの揮発性成

分濃度を決定し、マグマ溜まり内の揮発性成分の濃集と

発泡がカルデラ噴火で果たした役割を定量的に検証する

ことである。 

 今年度は、巨大カルデラ噴火のうち、姶良噴火（大隅

降下軽石、入戸火砕流堆積物）、阿多噴火（降下軽石、

火砕流堆積物）、阿蘇3噴火（火砕流堆積物）、および、

阿蘇4噴火（火砕流堆積物）について、メルト包有物分

析のための試料調整（鉱物分離、メルト包有物のマウン

トと研磨等）を実施した。また、岩石試料内の様々な化

学組成のメルト包有物を二次イオン質量分析（SIMS）
で迅速に分析するため、玄武岩から流紋岩までの様々な

化学組成の標準ガラス試料をひとつのマウントに埋め込

み、SIMS 分析用の標準ガラス試料マウントを作成した。

調整済みのメルト包有物試料と標準ガラス試料マウント

を一つのホルダーにセットし、SIMS 分析のための金蒸

着を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、カルデラ噴火、マグマ溜まり、メ

ルト包有物、揮発性成分濃度、二次イオ

ン質量分析 

 

 

［研 究 題 目］断層岩の直接年代測定による活断層の活

動性評価 

［研究代表者］山崎 誠子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］山崎 誠子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 断層の活動時期の推定において、年代既知の地層や段

丘との切断（新旧）関係を用いる方法が適用できない場

合、断層岩そのものを年代測定する必要がある。断層運

動に伴う熱水活動により生成した断層岩中の自生の粘土

鉱物（イライト）は K を含むため K-Ar 法が適用でき

る。しかし、より古い原岩の砕屑物の混入など前処理に

おける問題が指摘され、年代値を解釈する上で議論が残

っている。そこで本研究では、自生の粘土鉱物を断層岩

から高純度で分離する手法を確立するとともに、より若

い試料に適用できる感度法による K-Ar 法を組み合わせ

ることで、若い活動を検出することを目的とする。 

 平成24年度は感度法による粘土鉱物の K-Ar 年代測定

を実施した。細粒・微量の粘土鉱物からのガス抽出・精

製条件を最適化し、測定手順を決定するとともに、同位

体希釈法との比較実験を行い、誤差の範囲で一致する年

代値を得た。また、断層周辺の原岩の各種鉱物について

の年代と閉鎖温度を組み合わせて断層周辺の熱履歴を復

元し、断層粘土の年代値の妥当性と解釈法を検討した。

その結果、母岩である花崗岩が脆性破壊する300℃以下

の温度まで冷えた後に断層および熱水活動が起こったと

解釈できる。ただし、X 線回折による鉱物組成解析によ

ると、より低温で生成する粘土鉱物（スメクタイト）も

含まれることがわかった。スメクタイトには K が含ま

れないため原理的に K-Ar 年代では生成時期を決定する

ことができず、細粒粘土の年代値が断層の最終活動年代

とは言いきれないことが明らかになった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］断層、活動時期推定、粘土鉱物、イライ

ト、年代測定、K-Ar 法、サイズ分離 

 

［研 究 題 目］地中レーダーを用いた地震性バリアーシ

ステムの堆積様式の解明 

［研究代表者］七山 太（地質情報研究部門） 

［研究担当者］七山 太、渡辺 和明、吉川 秀樹 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 風蓮湖バリアーシステムは、根室海峡に沿って西別川

河口からもたらされた沿岸漂砂系によって成立している。

このうち別海町側に位置する走古丹バリアースピットは

西別川河口から南東方向に延びる12.5km の分岐砂嘴を

なしており、5列の浜堤（BR1-BR5）が明瞭に認識でき

る。我々の研究グループは、2010年以来、走古丹バリア

ースピットにおいて GPS 測量調査とハンドボーリング

調査およびボーリング試料を用いた AMS14C 年代およ

びテフラ年代の検討を実施してきた。特に浜堤間低地の
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掘削により、泥炭層中に樽前山（Ta-a、Ta-c）、北海道

駒ヶ岳（Ko-c2）、白頭山（B-Tm）や摩周起源（Ma-b、
Ma-d、Ma-e）の完新世テフラが多数見いだされ、これ

により概ね1000年オーダーでの地形発達史を解読するこ

とが出来た。  

 風蓮湖バリアーシステムが現在の位置に成立したのは

泥炭層基底の年代から5500年前と推定されるが、最初の

バリアーは現在浸食されて存在しない。その後、5200年

前と4000年前に大規模な海進・海退があり、その都度、

一時的に干潟環境が広がった。一方、最も若い分岐砂嘴

である BR1は17世紀以降に出現し、現在活動的なバリ

アーである。BR2は17世紀にあった巨大地震によって離

水した浜堤である可能性が被覆するテフラから理解され

る。BR3および BR4の離水年代は明確ではないが、同

時期に大規模な砂丘が出現することから、それぞれ12-

13世紀と9世紀に出現したものと考えている。現在、掘

削試料を用いて、粒度分析、AMS14C 年代測定、珪

藻・花粉分析をあわせて実施している。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海面変動、バリアーシステム、沿岸湿原、

地球環境、音波探査地中レーダー 

 

［研 究 題 目］SQUID グラジオメータによる氷床コア 

中の火山灰の非破壊検出 

［研究代表者］小田 啓邦（地質情報研究部門） 

［研究担当者］小田 啓邦、宮城 磯治、船木 實 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では金沢工業大学および国立極地研究所と協力

することにより、氷床コア試料に含まれる微量火山灰の

検出を目指すものである。桜島で採取された2008年噴火

の火山灰（宮城ほか、2008）および北海道で採取された

Aso4火山灰（噴出年代8.5-9万年）を用いて人工的に作

成した氷床コアを模した試料についての予察的結果を得

た。金沢工業大学では医療用脳磁計システムのための

SQUID グラジオメータの開発を行い、脳の微弱な磁場

を検出するために感度の向上につとめてきた（Kawai 
et al., 2008）。グラジオメータは試料直上と離れたと

ころに2つのピックアップコイルを配置することによっ

て磁気ノイズの影響を受けにくいというメリットがある。

桜島で採取された2008年噴火の火山灰を磁性鉱物の含有

量が多い火山灰の例として、北海道で採取された Aso4
火山灰を磁性鉱物の含有量が少ない火山灰の例として、

これらを人工的に作成した氷の間に挟んで火山灰層を模

したものを用意して SQUID グラジオメータにて測定を

行った。結果は火山灰をゼラチンと混ぜて地球磁場中で

自然に凍らせたものはいずれの試料も検出が困難である

が、その試料をネオジム磁石で後から磁化させた場合は

検出可能であることがわかった。センサを氷表面に近づ

けることにより感度が大幅に向上することもわかった。

さらに、寒天に火山灰を混ぜた模擬試料を用いた試料の

非破壊検出に成功した。火山灰試料は、Aso4火山灰、

桜島火山灰の他に米国で採取された磁性鉱物の粒径が揃

っている Tiva Canyon Tuff（TCT）試料を用いた。そ

れぞれ5mg あるいは50mg の火山灰を200cc の寒天溶液

で薄めたものを地球磁場中で固めた試料を用いたが、自

然状態の試料は50mg の桜島火山灰と TCT が検出可能

であった。電磁石によって25mT の等温残留磁化を着磁

させた試料については Aso4火山灰以外は十分に検出で

きた。Aso4火山灰は検出限界に近いが、測定ノイズを

減らすことで安定的に検出できると思われる。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］SQUID グラジオメータ、氷床コア、火

山灰、非破壊測定、南極、残留磁化、人

工磁化 

 

［研 究 題 目］活動的火山の脱ガスに伴う自然電位異常

の発生に関する研究 

［研究代表者］松島 喜雄（地質情報研究部門） 

［研究担当者］松島 喜雄、高倉 伸一（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 火山活動が活発化した際にどのような自然電位の変動

が現れるか予測を行うために、地殻浅部でマグマからの

脱ガスが活発に行われている火山を対象に、自然電位異

常の発生メカニズムを検討することを目的にしている。

テストフィールドを設け、野外観測と、数値シミュレー

ションを併用した多角的な解析を実施することによって、

自然電位発生メカニズムのモデルを作成し、それを検証

する。今年度は、基礎データとなる、自然電位および

AMT 法による電磁探査からなる野外観測を薩摩硫黄島

火山で実施した。そのデータを解析し比抵抗構造を得た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、脱ガス、自然電位、電磁探査 

 

［研 究 題 目］SIMS 分析によるレアメタル鉱床生成過

程の解明 

［研究代表者］森下 祐一（地質情報研究部門） 

［研究担当者］森下 祐一、比屋根 肇（東京大学） 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では二次イオン質量分析装置（SIMS）を用い

た微小領域分析手法等により、鉱石中の金、白金族の存

在形態を解明する。鉱石中白金族元素の SIMS 分析を

行う際に固体標準試料が必要だが、白金族のような微量

元素では均質な標準試料が得られないため、イオン注入

試料を作成して用いた。本研究では白金族鉱石に含まれ

る3つの硫化鉱物である磁硫鉄鉱、ペントランド鉱、黄

銅鉱に1平方 cm 当たり3×1014個のプラチナ（Pt）を

1.3MeV でイオン注入した。全 Pt のイオン注入量は正

確に計測されるが、金と異なり6個の同位体を持つ Pt
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では、イオン注入における同位体組成は明らかではない。

そこで、イオン注入の際にシリコンウエファにも同量の

Pt を注入しておき、その同位体組成を SIMS で正確に

求めた。一方、未知試料の硫化鉱物では様々な妨害分子

イオンがあるため、6個の同位体のうちその影響が最も

少ない195Pt を測定し、標準試料の同位体組成から Pt 濃

度を計算で求めた。 

 ブッシュフェルト（Bushveld）複合岩体東部地区に

あるツーリバーズ白金族鉱床のボーリングコアから得た

硫化鉱物では、磁硫鉄鉱と黄銅鉱の Pt 濃度は1ppm 以

下だったが、ペントランド鉱では数十 ppm に達した。

Pt の存在形態は比較的均質で、金鉱石で見られたナノ

粒子は白金族鉱石では認められず、また硫化鉱物粒のコ

アとリムにおいて濃度の差異はなかった。比較のため、

ブッシュフェルト北部地区の白金族鉱石の分析を行った

が、鉱物への Pt の濃集傾向は同様であった。 

 SIMS 分析に関しては軌道に乗ったが、成因を解明す

るためには組織的な分析が必要である。南アフリカ共和

国の研究協力者と連携し、ブッシュフェルト東部地区の

ボーリングコアから連続サンプリングを行い、コアの代

表的な箇所を入手した。その試料から研磨薄片を作成す

ると共に、依頼分析によりバルク分析値を得て SIMS
分析のための準備を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］二次イオン質量分析装置、SIMS、白金

族、南ア、レアメタル 

 

［研 究 題 目］世界最大級の海洋コアコンプレックスに

おける流体浸透過程の解明 

［研究代表者］針金 由美子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］針金 由美子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

中央海嶺近傍に発達する海洋コアコンプレックスを形

成したデタッチメント断層は、流体を海洋プレート内部

へ浸透させる役割を果たし、中央海嶺下における火成活

動、熱水活動、レオロジーに大きな影響を与える。本研

究は世界最大級の海洋コアコンプレックスであるゴジラ

メガムリオンの岩石を用いて(1)デタッチメント断層に

浸透する流体の特徴を把握し、(2)岩石－流体反応にお

ける物質移動過程を明らかにすることを目的とする。平

成24年度ではデタッチメント断層に関係する断層岩とそ

の他の未変形岩から構造地質学・岩石学・地球化学的デ

ータを収集することを行うとともに、上記の目的のため

に必要な設備備品など（偏光顕微鏡）を導入・設置した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海洋コアコンプレックス、ゴジラメガム

リオン、デタッチメント断層、はんれい

岩、かんらん岩、断層岩、熱水変成作用、

フィリピン海、背弧海盆 
 

［研 究 題 目］最終氷期最寒冷期の中部～西南日本のレ

フュージアにおける生物群の分布様式 

［研究代表者］百原 新（千葉大学） 

［研究担当者］百原 新、水野 清秀（地質情報研究部

門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、最終氷期最寒冷期の植物化石・昆虫

化石の分析などから、現在までの生物群集の空間分布の

変遷、レフュージアの位置を復元することである。担当

者の役割は、全国に広く分布する姶良 Tn テフラ（約

2.6～2.9万年前）を年代指標としてその前後の層準の泥

炭層から大型植物化石、花粉化石などを採取し正確な年

代を明らかにすると共に、比較のためのより古い泥炭層

の年代をテフラの対比などを用いて求めることである。

平成24年度は、関東平野西縁・渥美半島などにおいて植

物化石を含む後期更新世の地層の詳細な調査と年代の検

討を行うとともに、愛媛県宇和島市のせき止め堆積物の

年代の検討をテフラ対比をもとに行った。 

 関東平野と甲府盆地の中間に位置する上野原～大月地

域に分布する後期更新世の植物化石包含層の年代を、前

年度に続き検討した結果、植物化石を産する層準は、姶

良 Tn テフラよりも古い地層であると考えられた。それ

らよりも新しい低位段丘堆積物の調査を行ったが、植物

化石が得られるものはなかった。渥美半島において姶良

Tn テフラを挟む有機質シルト層の分布調査を行ったが、

大型植物化石を含む露頭は発見できなかった。愛媛県宇

和島市のせき止め堆積物に挟まる火山灰層の対比の検討

を前年度に引き続いて行った結果、大分市内の最終間氷

期の海成層に覆われる軽石層に類似することが分かり、

別府湾付近から噴出した15万年前頃のテフラの可能性が

高くなった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］気候変動、植物地理、最終氷期、レフュ

ージア、姶良 Tn テフラ 

 

［研 究 題 目］全国地質 Sr 同位体比マッピング 

－古代における“もの”の移動の解明に

向けて－ 

［研究代表者］南 雅代（名古屋大学） 

［研究担当者］南 雅代、淺原 良浩（名古屋大学）、

宮田 佳樹（名古屋大学）、太田 充恒

（地質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 全国 Sr 同位体比図作成は、産業技術総合研究所の全

国地球化学図計画で採取された河川堆積物試料を流用し

て行っている。同位体比はその背景となる地質の分布に

大きく左右される。本年度は、日本にほとんど分布が認

められないアルカリ火山岩が Sr 同位体比図に与える影

響を把握するために、隠岐の島から河川堆積物36試料の
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採取を行い、51元素の化学分析を行った。また、秋吉石

灰岩地域で採取した河川堆積物の化学組成や鉱物組成の

特徴から、石灰岩岩帯が地球化学図へ与える影響が低い

原因を明らかにした。結果をとりまとめ、地質調査研究

報告へ投稿した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地球化学図、バックグラウンド、Sr 同

位対比、同位体分布 

 

［研 究 題 目］高時空間分解能での地殻歪場の推定によ

るゆっくり地震の発生過程と条件の解明 

［研究代表者］大谷 竜（地質情報研究部門） 

［研究担当者］大谷 竜、名和 一成（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 石垣島周辺の琉球トラフ沿いにかけて約半年間隔で繰

り返し発生し、国土地理院の GPS 観測点で多数のイベ

ントが記録されているゆっくり地震を対象とした解析を

行った。まず、国土地理院による先島諸島の GPS の変

位データについて、ユーラシアプレートの剛体回転成分

による見かけ上の変動を除去し、特に変動成分の大きい

石垣島の観測点での各ゆっくり地震のイベントについて、

ゆっくり地震の開始を同定し、指数関数をフィッティン

グしてその時定数を求め、残りの全観測点・全成分につ

いて、この時定数を用いてゆっくり地震の各イベントに

おける変位量を推定した。そして Heki and Kataoka
（2008）の断層面を用いて、断層面上のすべり量や方向

を求めた。その妥当性の検証のため、独立な観測量とし

て同地で行われている重力計による連続観測の結果と比

較したところ、両者は必ずしも調和的ではなかった。そ

のため、断層面を独立に推定するために、中村・兼城

（2000）によって求められたフィリピン海プレート上面

データについて、10km×10km のパッチを設定したグ

リッドサーチを行い、最も変位量を説明できるパッチの

場所を同定した後、その周辺の範囲でパッチの幅や長さ、

すべり量のグリッドサーチを行って最適パラメータの組

み合わせを求めた。しかしながら、そうして得られた値

から計算された変位量と、観測量とのフィッティングが

良好でない結果が得られた。その原因として、当該地域

でのプレートの沈み込み角度が大きく、また形状も空間

的に複雑に変化するためであることが考えられ、当該地

域においては沈み込むプレート上面（断層面）の与え方

に結果が大きく依存することが分かった。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ゆっくり地震、GPS 連続観測網、地殻

変動、断層面 

 

［研 究 題 目］高精度変動地形・地質調査による巨大地

震断層の活動履歴の解明 

［研究代表者］芦 寿一郎（東京大学） 

［研究担当者］芦 寿一郎、池原 研（地質情報研究部

門）（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、南海トラフ沿いを中心とする海域におい

て、海底堆積物中に残された地震発生の記録から過去の

巨大地震の発生履歴を解明することを目標とする。本年

度は本科研費課題に関連して実施された白鳳丸による

KH-11-9航海で採取された堆積物試料の年代測定を実

施し、同じ航海で得られた表層地層探査記録から、南海

トラフ海溝陸側斜面の小海盆における細粒タービダイト

の堆積様式や海底活断層の活動履歴に関する検討を行っ

た。また、2011年東北地方太平洋沖地震震源域周辺で採

取された表層堆積物の解析を行い、仙台沖において、津

波によるタービダイトの形成過程を明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海底堆積物、地震、津波、 

タービダイト、半遠洋性泥 

 

［研 究 題 目］カルサイトとアラゴナイトからなる軟体動物

の殻体形成機構の解明 

［研究代表者］中島 礼（地質情報研究部門） 

［研究担当者］中島 礼（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 軟体動物の殻体は主に炭酸塩鉱物であるアラゴナイト

やカルサイトによる規則的な構造からなり、その構造パ

ターンは分類や系統進化を反映する。一般にカルサイト

とアラゴナイトは形成される温度・圧力条件が異なる。

しかし軟体動物には同一殻体に両鉱物が作り分けられ共

存している種類もあり、なぜ？どのように？作り分けが

行われているかという「カルサイト—アラゴナイト問題」

が注目されている。そこで本研究では、カルサイトとア

ラゴナイトが共存する殻体を持つ軟体動物を材料とし、

飼育実験、殻体構造解析、地球化学分析に基づき両鉱物

の作り分けがどのような環境や成長の条件下で行われて

いるかを解明することを目的とする。  

 平成24年度には研究材料としてのアワビ類以外の軟体

動物として、カルサイト殻を持つホタテガイ類、カルサ

イトとアラゴナイト殻を持つシンカイヒバリガイ類を材

料として研究をすすめた。貝殻構造解析については、貝

殻断面にアセテートフィルムを用い観察用に加工し、実

体顕微鏡や走査型電子顕微鏡で観察し、貝殻に含まれる

アラゴナイトやカルサイトの分布を把握した。また、軟

X 線による写真から、成長密度などを見積もった。この

手法のほか、今年度は新しくカルサイトとアラゴナイト

を区別して染色する方法を用いて、さらに詳細にそれぞ

れの鉱物の分布を把握した。ほかにラマン分光法によっ

て、ミクロン単位での精度でカルサイトとアラゴナイト

の分布を測定する手法をとりいれた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］カルサイト、アラゴナイト、バイオミネ

ラリゼーション、軟体動物、地球化学 
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［研 究 題 目］河川砂礫堆の3次元形成ダイナミクス： 

水路実験と現世堆積物の GPR による融

合 

［研究代表者］田村 亨（地質情報研究部門） 

［研究担当者］田村 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 GPR（ground penetrating radar 地中レーダー）は、

地下に電磁波を放ちその反射信号から地下の内部構造を

探査するもので、深さ10m 未満の浅層探査に有効であ

る。GPR の探査深度と分解能は、アンテナの中心周波

数と媒質によってかわり、より高周波では探査深度は小

さくなるが分解能が上がる。本研究はこの特性を生かし

て異なる周波数の GPR のアンテナを用いて、水路実験

と現世河川における砂礫堆（bar）の3次元内部構造を

探査し、比較する。どちらの場合にも時間面を挿入し、

3次元の移動・堆積様式を明らかにする。  

 本年度は、静岡県静岡市の安倍川の砂礫堆に対し、複

数の縦断面と横断面における地中レーダ探査を行った。

その結果、砂礫堆の内部構造を3次元的に明らかにした。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］河川、物理探査、堆積物、水路実験 

 

［研 究 題 目］マグマ溜まりにおける噴火誘発過程の解

明 

［研究代表者］東宮 昭彦（地質情報研究部門） 

［研究担当者］東宮 昭彦（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 噴火を誘発する要因、特にマグマ溜まりへの高温マグ

マの注入から噴火開始までのタイムスケールやマグマ過

程を解明するため、いくつかの噴火を例として岩石学的

分析を進めている。 

 平成24年度も、主に霧島山新燃岳2011年噴出物（1月

26～27日軽石ほか）の岩石学的観察・分析を引き続き実

施した。電子線マイクロアナライザ等によって得られた

斑晶鉱物の化学分析・組織観察等の結果から、既存の低

温マグマ溜まり（デイサイトマグマ）に新たな高温マグ

マ（玄武岩～玄武岩質安山岩マグマ）が噴火前から注入

していたことが、これまでに分かっている。また、磁鉄

鉱斑晶の化学組成の累帯構造を元素拡散で形成するため

に必要な時間に基づき、大規模なマグマ混合が噴火のわ

ずか数時間から数日前に地下で起こったことも明らかに

している。 

 今回、岩石学的に得られたマグマ混合過程と、地球物

理学的に得られた地殻変動データを結びつけて、地下の

マグマ過程を検討した結果、以下の結論を得た。高温マ

グマの注入は2011年噴火の1年以上前から継続的に起こ

っていた；注入開始からしばらくは大規模なマグマ混合

はなく、マグマ溜まりは安定な成層構造を保ちながら重

い高温マグマが下層に溜まっていった；上層の低温マグ

マが下層の高温マグマに加熱・融解されることによって、

両層の間に中間的マグマ（安山岩マグマ）が徐々に形成

していった； 2011年噴火の数日程度前に、マグマ溜ま

りの成層構造が崩れてオーバーターン（マグマ溜まり内

部でのマグマの再配置）が起こり、大規模なマグマ混合

が発生した［混合 I］；このマグマ混合ではマグマ溜ま

りの顕著な体積変化が無かったため、地殻変動には特に

異常が現れなかった；マグマ混合が引き金となり、2011

年1月の大規模な準プリニー式噴火が発生した；噴火中

のマグマ上昇に伴い、二次的なマグマ混合が発生した

［混合 II］。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］火山、軽石噴火、マグマ溜まり、磁鉄鉱 

 

［研 究 題 目］化学形態とヨウ素同位体比に基づく地下

深部でのヨウ素の挙動解明 

［研究代表者］東郷 洋子（地質情報研究部門） 

［研究担当者］東郷 洋子（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 日本は世界で二番目のヨウ素生産国であるが、高ヨウ

素濃度のかん水形成過程は未解明な点が多い。また、放

射性ヨウ素（129I）は易動性が高く、長半減期であるた

め、放射性廃棄物の地層処分において重要な核種の一つ

である。そこで、本研究では、堆積岩地域における岩石

および地下水中のヨウ素の分布・化学形態・同位体比を

決定し、高ヨウ素濃度のかん水形成過程の解明、および、

地下圏におけるヨウ素の固定化能の評価を行う。 

 本年度は、北海道幌延地域を対象とし、深さ約100-

1000m で採取された地下水および堆積岩中のヨウ素の

分布と化学形態を調べた。地下水中のヨウ素は深部にお

いて高濃度で、主に I-として存在していた。一方、岩石

中のヨウ素濃度は深部で低く、X 線吸収端近傍構造によ

り有機ヨウ素と I-の混合であることが明らかとなった。

また、岩石薄片試料のヨウ素マッピングにより、数～数

十µm のヨウ素濃集域が確認された。これらの結果から、

海底堆積物中に有機ヨウ素として固定されたヨウ素は、

圧密・続成過程において特に深部において I-として溶

出し、高ヨウ素濃度の地下水を形成したと考えられる。

圧密過程で間隙水は上方へ移動し、地下水中のヨウ素の

一部は岩石へ吸着した可能性が高い。これらの知見は、

高ヨウ素濃度のかん水形成過程を解明する上で重要であ

る。ヨウ素は間隙水中で吸着能の低い I-として存在する

ため、堆積物間隙水中に含まれるヨウ素は沈み込み帯の

水循環を明らかにする上でも有用な指標となる可能性が

ある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］ヨウ素、X 線吸収端近傍構造、ヨウ素同

位体比 

 

［研 究 題 目］完新世における東アジア水循環変動とグ

ローバルモンスーン 
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［研究代表者］多田 隆治（東京大学） 

［研究担当者］多田 隆治、長島 佳菜（JAMSTEC）、

木元 克典（JAMSTEC）、内田 昌男

（国立環境研究所）、入野 智久（北海

道大学）、板木 拓也（地質情報研究部

門）（常勤職員1名、他4名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、東アジア夏季モンスーンに伴う降水の強度

および空間分布が、幾つかの特徴的時間スケールで、ど

の様に、どの程度変動したか、その究極的支配要因は何

かを、海水準や二酸化炭素濃度等の境界条件が現在とほ

ぼ同じになった完新世中期以降に的を絞って解明するこ

とを目的としている。平成24年度は、沖縄本島の東方沖

から採取された海底コアの化学分析を実施し、過去

26,000年間の環境変動について検討を行った。また、東

シナ海において調査航海を実施し、2地点から海底コア

を採取した。このうち沖縄トラフから採取されたコアか

ら放射性炭素年代の測定を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］アジアモンスーン、水循環、古環境 

 

［研 究 題 目］地殻流体の発生と移動のダイナミクス 

［研究代表者］風早 康平（地質情報研究部門） 

［研究担当者］風早 康平、安原 正也、高橋 正明、

佐藤 努、森川 徳敏、高橋 浩 

（常勤職員6名） 
［研 究 内 容］ 

 内陸微小地震と関係する熱水の特徴と分布を明らかに

するため、1）日本列島における深層地下水のフィール

ド調査・試料採取（50温泉）および100カ所の温泉水の

分析、2) 水質解析による深層地下水の広域分布の特徴

および内陸地震活動等との関連性の検討、および、3) 

日本列島の深部流体マップの改訂を行った。 

 地震に関係する熱水の情報を得るため、震源周辺の地

下水データを調査し、その化学・同位体組成等に関する

特徴をまとめた。その結果、関係すると考えられる水は、

西南日本では Li/Cl 比が高く、CO2を含む塩水であり、

分布域は広く前弧側に見られることがわかった。一方、

東北日本においては、このような NaCl-CO2型は火山フ

ロントの背弧側にのみ存在することがわかった。この違

いはプレートの違いと関係があると考えられ、今後、詳

細に検討を行う必要がある。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］深部低周波地震、内陸地震、塩水、遊離

炭酸ガス、同位体比、スラブ起源熱水 

 

［研 究 題 目］広域地質情報発信のための分散共有型

WebGIS 3次元地質モデリングシステム

の構築 

［研究代表者］升本 眞二（大阪市立大学） 

［研究担当者］升本 眞二、Venkatesh Raghavan（大

阪市立大学）、根本 達也（大阪市立大

学）、野々垣 進（地質情報研究部門） 
（常勤職員1名、他3名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、3次元地質情報を発信するために開

発した「Web-GIS による3次元地質モデリングシステム

のプロトタイプシステム」を基本として、データやモデ

ルを分散して開発でき、かつ、それらを相互に共有・活

用できる新しいシステムを構築することである。 

 本年度は、理論的な基礎の確立とシステムの開発・検

証を行った。理論的基礎の確立では、分散したモデルの

共有・結合に必要な3次元地質モデルの基本要素として

「調査・観察データ」、「推論情報」、「地質構造の論理モ

デル」、「地質境界面」、および、「構築方法」の5つを確

定した。また、モデルの結合に信頼性を示す情報を利用

することを提案した。その上で、異なる論理モデルを結

合するための理論（層群単位のまとめや鍵層の活用など）

を構築した。その結果、信頼度を重みとした地質境界面

の重ね合わせにより、隣接地域または一部重複する地域

で構築した2つの3次元地質モデルが結合可能であること

を確認した。また、信頼度の定義や算出方法は多様であ

るため、地質境界面を結合する場合には、調査・観察デ

ータの密度のみならず、個々のデータがもつ影響度も合

わせて評価する必要があることがわかった。システムの

開発と検証では、3次元地質モデルとその信頼度とを同

時に表示できるように可視化モジュールなどを改良した。

また、2つの機関が持つボーリングデータを用いて、大

阪平野の西部と東部の表層地質モデルを構築・結合し、

各モジュールの動作を確認した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］地質情報、Web-GIS、3次元地質モデル、

信頼度 

 

［研 究 題 目］造礁サンゴ骨格による気候変動解析の新

展開 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、中島 礼、岡井 貴司 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

造礁サンゴ骨格に記録された気候変動情報は、精度や

時間分解能の点で他の間接指標と比較して抜群の性能を

持つ。サンゴ骨格の元素・同位体比組成が、無機合成さ

れた炭酸塩中での平衡論的挙動と異なる「生物学的効果

（vital effect）」の解明も近年大きく進んだ。本課題で

は、「間接指標（酸素同位体比・Sr/Ca 比）の成長速度

依存特性」、「炭素同位体比の制御因子」、「種内変異（群

体間差異）が抑制／拡大されるメカニズム」の3つの問

題に集中し、サンゴ骨格による気候変動研究の確度・精

度向上を推進する。 
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 造礁サンゴのハマサンゴ骨格について、「間接指標は、

炭素同位体比＞酸素同位体比＞Sr/Ca 比の順でサンゴの

成長速度（健康状態）に影響される」という仮説の検証

を行なった。琉球大学瀬底研究施設の屋外水槽にて実施

されたハマサンゴ（Porites australiensis）の長期飼育

実験の試料が用いられた。この飼育実験には5つの元群

体から切断されたクローン小群体が各光区に配置され、

約6年間にわたり飼育された。これらは、骨格化学組成

の種内変異および群体間変異を検討するのに適した試料

群である。すべての群体について同様の分析を行い、炭

素同位体比も含めて、間接指標の頑強性を評価した。そ

の結果、Sr/Ca 比が酸素同位体比よりも群体の健康状態

あるいは成長速度の影響を受けにくいことを示す結果が

得られた。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］酸素同位体比、ストロンチウム／カルシ

ウム比、炭素同位体比 

 

［研 究 題 目］地球表層システムにおける海洋酸性化と

生物大量絶滅 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳、山岡 香子、川幡 穂高 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

二酸化炭素は酸性気体なので、人為起源二酸化炭素の

放出は、地球温暖化と共に海洋酸性化をもたらし、新た

な地球環境問題として注目されている。これは、海洋の

炭酸塩殻をもつ生物群に損傷を与えるとともに、5500万

年前と同様、深海底での大量絶滅を引き起こすと危倶さ

れる。そこで、生物の応答を精密飼育実験で明らかにす

ると共に、「大量絶滅海洋酸性化説」の適否を検証する。

また、中和機能がある陸の風化過程の実態を明らかにし、

海水のpHを支配する地球システムと将来の生物圏への

影響を考察することが、本研究課題の目的である。 

 本年度は、水環境の酸性化に伴う生物の応答を精密飼

育実験で明らかにする研究を実施した。従来は主に造礁

サンゴを対象にする研究が多いが、ここでは軟体動物二

枚貝のアカガイほかを実験試料として検討した。貝殻の

成長は、海水の炭酸塩飽和度よりもむしろ、水温に依存

した成長パターンを示した。これは、造礁サンゴに見ら

れるような一般的には海水のあられ石飽和度の低下にと

もなって、石灰化量が低下する種が多いのと大きな違い

である。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］酸素同位体比、あられ石 

 

［研 究 題 目］ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 

［研究代表者］鈴木 淳（地質情報研究部門） 

［研究担当者］鈴木 淳（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

地球温暖化、人間居住史、都市化や農林畜産業の構造

変化に伴う変化に着目し、数十年から数百年で、ストレ

ス要因（温暖化による水温上昇、海洋酸性化、陸源負荷

等）の過去からの変遷とサンゴ礁の状態を復元し、人－

サンゴ礁共生・共存系の変遷・崩壊過程とその要因を明

らかにすることが本研究課題の目的である。年輪を形成

するハマサンゴ属の塊状サンゴは海水中の濃度に応じて

微量元素を骨格中に取り込むために、サンゴ骨格は河口

環境における優れた環境指標になると考えられている。

重点的な研究対象地域に選定された沖縄県石垣島の轟川

周辺海域より、陸域由来物質の空間分布を明らかにする

ために、河口から外洋に向かってハマサンゴ属5群体か

ら短尺柱状試料が、また、時系列変化を明らかにするた

めに2群体から長尺柱状試料が採取された。これらの骨

格試料について、誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-
MS）により分析された重金属元素濃度の変遷について

検討した。これらのサンゴ骨格試料のバリウムとマンガ

ンの濃度は年周期変動を示した。鉄はマンガンと同様に

先行研究にて土壌流出の指標とされているにも関わらず、

年周期変動を示さないコア試料も見られた。これはサン

ゴによる鉄とマンガンの取り込み方の違いが原因である

と考えられた。本海域において、サンゴは鉄を主に懸濁

粒子の状態で取り込んでいると考えられるため、骨格中

の鉄の濃度は河川による土壌流出のみでなく、堆積物の

再懸濁にも影響を受けていることが考えられる。長尺柱

状試料では、バリウムは降水量を反映して、ほぼ一定の

変動幅を示すのに対し、鉄とマンガンの濃度は、1980年

代後半から上昇傾向が見られ、1990年代に最大となり、

その後減少に転ずる変動を示した。これは土地改良事業

による赤土の流出およびその後の環境保全活動による流

出状況の改善に対比されると考えられる。  

［分 野 名］地質 

［キーワード］サンゴ、骨格、重金属、水温、ストレス 

 

［研 究 題 目］第四紀における円石藻・珪藻間のブルー

ム形成戦略の相互的進化過程の解明 

［研究代表者］田中 裕一郎（地質情報研究部門） 

［研究担当者］田中 裕一郎、柳沢 幸夫 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 気候変動に伴う海洋環境変化は、海洋植物プランクト

ンの生息環境にも大きな影響を与えている。過去の海洋

環境変動は、海洋植物プランクトンの生態的地位（ニッ

チ）に大きな影響を与えていることから、このニッチを

獲得するための生態学的メカニズムを明らかにすること

が生物の進化過程や海洋環境への適応機能を考える上で

重要である。そこで、本研究では南太平洋ロードハウ海

膨の柱状コア試料を用いて、約40万年前から現在におけ

る氷期・間氷期変動に伴う海洋環境変化と円石藻ブルー

ム種の生産量変化の相互関係について Emiliania 
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huxleyi 化石の morphotype の組成の変遷を走査型電

子顕微鏡下で調べた。その結果、南緯30度では、約8万

年前以前は morphotype の Type O が60%と多産してい

たが、それ以降は、TypeＡが80%を占めた。南緯25度

は、同様の優勢種のスイッチが、14万年前に起きており、

時間の変化とともに、当時の栄養塩のバランスに起因し

両形態種の優勢が変動していることが判明した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］環境、沿岸海洋、円石藻、珪藻、海洋生

態系 

 

［研 究 題 目］前期ペルム紀スーパープルームと礁生物

群集・海洋環境の応答に関する研究 

［研究代表者］中澤 努（地質情報研究部門） 

［研究担当者］中澤 努（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 秋吉台真名ヶ岳付近で掘削採取した下部ペルム系石灰

岩のボーリングコア試料（真名ヶ岳コア；掘削深度

250m）の詳細な岩相記載をもとに堆積環境を推定し、

コアにラグーン域を特徴づける堆積サイクルを認定した。

またフズリナ化石から年代決定を行い、検討区間は前期

ペルム紀アルチンスキアンの Chalaroschwagerina 
vulgaris 帯から Levenella leveni 帯にほぼ相当するこ

とが明らかになった。また詳細な岩相観察から、アルチ

ンスキアンを通じて微生物岩（microbialite）が多産す

ること、特に Chararoschwagerina vulgaris 帯上部か

ら Pseudofusulina ex gr. kraffti 帯を中心として直径10

～20cm にも及ぶ巨大なオンコイド（球状の微生物岩）

が特徴的に産出することが明らかになった。一方、既存

の帰水コア（秋吉台科学博物館所蔵）を再検討し、中部

ペルム系から石灰質海綿からなる礁堆積物を見いだし詳

細に記載した。既に秋吉帯石灰岩の最上部石炭系～最下

部ペルム系からは石灰藻 Palaeoaplysina を主体とする

礁堆積物が見いだされていることから、パンサラッサ環

礁の主要な造礁生物は、前期ペルム紀の劇的な環境変化

（氷室期から温室期への気候期の転換及びゴンドワナ氷

床衰退）により石灰藻 Palaeoaplysina から石灰海綿群

集へと大きく変化し、その過渡期には巨大オンコイド等

の微生物岩の多産で特徴づけられる極めて特異な環境が

一時的に形成されたことが推定される。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］石灰岩、パンサラッサ、海洋環境、ペル

ム紀 

 

［研 究 題 目］ダムの植物プランクトン日周期変動特性

からブルーム発生を予測するための基礎

的研究 

［研究代表者］長尾 正之（地質情報研究部門） 

［研究担当者］長尾 正之（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 

強制循環装置の設置がなされているダムでいまだに発

生しているカビ臭対策の一環として、カビ臭の原因とな

る微細藻類の急激な増殖現象の予測に資するため、時間

分解能が高いダムのクロロフィル a 時系列データの解析

を通じて、植物プランクトンの急激な増殖の予測に関す

る基礎研究を実施する。 

 昨年度に引き続き、国土交通省から得た釜房ダムの水

質鉛直分布時系列データを解析し、春秋のブルーム発生

と総クロロフィル a の卓越周期との関係について検討を

行った。具体的には、総クロロフィル a 量の時系列をセ

グメント幅（たとえば5日間）に区切り、セグメント内

の卓越周期変動の時間的変動特性（ここでは24時間、12

時間、8時間、6時間とした）を求め、その特性が、植物

プランクトンの急激な発生の前後で類型化が可能かにつ

いて検討した。また、5日から10日程度の周期を持つ、

総クロロフィル a 量の中期変動特性についても、植物プ

ランクトンの急激な発生の前後で類型化が可能かについ

て検討した。 

 また、カビ臭の原因となる微細藻類の起源が、ダム湖

内のみならず、ダム湖流域の河底や浅い湖底であるとい

う可能性があるため、その量を迅速に測定するために、

付着藻類量を蛍光により測定できる装置を導入し整備し

た。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］クロロフィル a、植物プランクトン、ブ

ルーム、時系列解析、ダム 

 

［研 究 題 目］砂丘堆積物を用いた中世以降の東アジア

冬季モンスーン変動の検出 

［研究代表者］田村 亨（地質情報研究部門） 

［研究担当者］田村 亨（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、過去の風成作用を高時間分解能で記

録する砂丘堆積物から、東・東南アジアの冬季モンスー

ンにおける中世以降の数十～数百年スケールの変動を明

らかにすることである。地中探査レーダにより砂丘堆積

物の内部構造を連続的に明らかにし、地中レーダ断面に

基づいて採取したオーガーボーリングによる地下試料に

対して光ルミネッセンス年代測定を適用することで、砂

丘の発達過程を復元する。研究対象とする砂丘は、日本

海の海岸砂丘のほか、ベトナム南東部のMui Ne砂丘で

ある。 

 本年度は、ベトナムMui Ne砂丘での現地調査に向け、

ベトナム科学技術院の共同研究者2名を招聘し、調査計

画を立て、調査許可手続きを行った。また、鳥取県の鳥

取砂丘と北条砂丘においては、地中探査レーダ測線の下

見を行い、光ルミネッセンス年代測定試料を試験的に採

取した。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］海岸、砂丘、アジア、環境変動、 
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小氷期、山陰、日本海 

 

［研 究 題 目］日本産古生代腕足類化石模式標本データ

ベース 

［研究代表者］兼子 尚知（地質標本館） 

［研究担当者］兼子 尚知、田澤 純一 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、日本産古生代腕足類化石の新種記載におい

て指定された、模式標本のデータベースを構築すること

を目的とする。古生代腕足類化石は、古生物地理学的研

究において重要な情報をもたらすもので、日本列島の構

造発達史を解明する上でなくてはならない資料である。

それらの種名の基準となる模式標本のデータベースを構

築することは、上述のような研究課題の高効率化を将来

にわたって提供するものと期待されるほか、分類学や古

生物学研究史の分野においても重要な情報をもたらすと

考えられる。 

 上記の目的を達成するため、新種記載論文の調査、模

式標本情報の抽出と入力、実標本調査とそれに基づくデ

ータ修正を行い、インターネットでデータベースを公開

する。 

 今年度は、日本における古生代腕足類化石の新種記載

論文を調査し、そこから模式標本に係わる情報を抽出し、

データ入力・修正を行った。これらの作業を進めるにあ

たり、研究担当者は、複数回にわたり作業方法の打合せ

を実施し、経過情報を交換しながらデータの最適化を図

った。さらに、当該模式標本が収蔵・保管されている機

関（東京大学・京都大学・九州大学など）に赴いて実標

本を直接観察し、論文から抽出した情報の吟味を行った。

このような標本の再検討結果を、データ修正に随時適用

した。また、本データベースを作製・検討するために比

較データとなる標本記載研究を実施し、論文投稿及び学

会発表を行った。 

［分 野 名］地質 

［キーワード］古生代、腕足類化石、模式標本、データ

ベース 

 

［研 究 題 目］ナノ集積体を用いたフレキシブルデバイ

スへの応用 

［研究代表者］KIM, Yeji（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］KIM, Yeji（他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、フレキシブル電子デバイスの実用化が急速に進

んでおり、これらの技術によって素子の軽量、薄型化、

大型化、低コスト化が期待できる。本研究ではこれらを

踏まえてフレキシブル基板および多曲面基板にも適用可

能な薄膜トランジスタの構築とセンサーへの応用につい

て研究する。 

 H24年度は、フレキシブルデバイスに必要不可欠なフ

レキシブルでかつ透明な導電膜の作成のため、屈曲に優

れ高い導電性を示すカーボンナノチューブ（CNT）を

用いた。 

 今回開発した CNT 透明導電フィルムは、真空や高温

プロセスを必要とせず、省資源、省エネ、かつ室温で成

膜できる溶液プロセスで作製できる。この透明導電フィ

ルムは、基材フィルムの透過率に対して89～98%の透過

率のとき、表面抵抗率68～240Ω/□という、ウェットコ

ーティング法による透明導電フィルムとしてこれまでに

報告されたものと比較して世界最高レベルの透明性と導

電性を持つ。また、CNT 特有の屈曲性や密着性により、

耐屈曲性、耐衝撃性に優れ、折りたたむことができる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］カーボンナノチューブ、可溶化、フレキ

シブルデバイス、透明導電膜 

 

［研 究 題 目］固有ジョセフソンフォトニックデバイス

の数値的研究：新奇テラヘルツ帯デバイ

スの提案 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎、浅井 栄大 

（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては単一の高温超伝導体固有接合からの

THz 波放射について数値的に調べ、その放射機構の解

明及び高出力に関する検討を行う。近年メサ型固有接合

において、自己発熱に起因する不均一な温度分布の出現

が報告されている。しかし、その温度分布が THz 波放

射に与える影響については十分に理解されていない。そ

こで申請者はメサ内部の位相ダイナミクスを記述する

Sine-Gordon 方程式と熱伝導方程式を同時に解く事に

より、温度分布と THz 波放射強度の関係を詳細に調べ

た。計算の結果、メサ内部に存在する大きな温度の不均

一性が Josephson プラズマを強く励起し、THz 波放射

強度を高めている事がわかった。また、近年様々な形状

のメサ型固有接合からの THz 波放射が報告されている。

そこで筑波大学の実験グループ（門脇研究室）と共同研

究を行い、実験に用いられているメサ型試料（正三角形、

二等辺三角形、正五角形等）からの THz 波放射のシミ

ュレーションを行った。計算結果は実験で観測された

THz 波放射特性を良く再現しており、本計算により

様々なメサ型試料内部に発生する電磁場モードと THz
波放射の関係が明らかになった。一方、これまで盛んに

研究が進められているメサ型固有接合を用いた THz 波

放射デバイスは、放射効率が著しく低い（0.01～0.1%）

という問題点を抱えている。そこでこの問題を解決する

新たなデバイス構造として、パッチアンテナと結合した

固有接合デバイスを提案し、その THz 波放射特性を数

値的に調べた。計算の結果、新たなデバイス構造はサブ
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mW の高出力な THz 波を放射し、また20%を超える高

い放射効率を持ちうる事がわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］THz 発振、高温超伝導体、固有ジョセ

フソン接合、アンテナ 

 

［研 究 題 目］難育成高温超伝導体大型単結晶の作製技

術開発と直接手法による物性評価 

［研究代表者］伊藤 利充（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］伊藤 利充（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 研究代表者が開発した「レーザ加熱結晶育成技術」を

用いて、重要性にも関らず育成が困難な高温超伝導体大

型結晶の育成を可能にし、大型化によって初めて可能と

なる直接測定により往年の課題を一気に解決することが

目標である。開発を進めてきた La2-xBaxCuO4の結晶育

成法を発展させた。該当前年度度まではレーザ加熱を用

いて育成方向に急峻な温度勾配を実現しても原料棒にお

ける不要な反応を完全には抑えることが難しい状況であ

ったので、原料棒の送り速度は早くして反応を最小限に

抑え、結晶の送り速度を遅くすることにより育成を行な

っていた。十分な大きさの結晶を得るためには複数の原

料棒を用いて育成をつないでいく必要があり、Ba 濃度

が不均一になりやすいという問題があった。そこで今年

度は、事前に原料棒を低速で溶融させて高密度化させて

おくことで、原料棒と結晶の送り速度を同一にして単一

の原料棒で結晶育成を行なうことに成功し、Ba 濃度の

均一性を向上させることが可能になった。ストライプが

存在する x＞0.10の組成における電子輸送現象の研究か

ら、磁場中抵抗率の温度依存性に見られる超伝導転移の

平行シフト、磁場を用いた超伝導抑制による log(T)の
発散がより明瞭になった。LnBa2Cu3O7（Ln:ランタノ

イド）の結晶成長については同一条件で結晶育成を行な

ったつもりでも育成できるときとできないときがあり、

再現性に問題がある状況である。LaBa2Cu3O7と共存す

る液相面が狭いことが原因と考えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザ加熱結晶育成技術、難育成高温超

伝導体、1/8異常 

 

［研 究 題 目］静電キャリア濃度制御で切り開く新物性

探索とモットロニクス 

［研究代表者］井上 公（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］井上 公（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は「有機無機ハイブリッドゲート絶縁膜（特願

2010-208052）」を遷移金属酸化物単結晶に応用して世界

初のモットトランジスタのプロトタイプをフォトリソグ

ラフィーで作製し動作させることを目標としている。そ

のためにまず「5～10nm の極薄パリレン」を効率よく

作製することが不可欠である。 

本年度はその要求を満たすパリレン蒸着装置を特注・

購入し実験を開始した。さらに研究の進展を加速させる

ためには膜厚を非破壊で簡便に測定する装置が必要だと

判断したので、予定にはなかったが慎重に機種選定して

測定装置を購入した。両者のおかげでフォトリソグラフ

ィープロセスを（マシンタイムの制約などで）途中で長

く待たされることなく連続かつ集中して行えるようにな

り、これまでの予備実験では突き詰め切れていなかった

「パリレン極薄膜の膜質の再現性」や「パリレンのエッ

チング条件と下部電極のバリの関係」といった問題点を

十分多くのデータで検証することに成功した。この2つ

の問題点はフォトリソグラフィーで作製したモットトラ

ンジスタ（つまり実用に即したプロトタイプ）の動作例

の報告が過去にないことの大きな原因であったと考えら

れる。昨年度までに繰り返して来た予備実験の成果を

Nature の姉妹紙の Scientific Reports 誌で発表した。

希釈冷凍機を用いた極低温での物性測定のセットアップ

もシンガポールの南洋理工大学の共同研究者と行い、実

際に本研究で作製した試料での予備実験を開始すること

もできた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］モットロニクス、モット転移、強相関電

子系、パリレン 

 

［研 究 題 目］光誘導固体電気化学反応技術の確立 

［研究代表者］江本 顕雄（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］江本 顕雄（他1名） 

［研 究 内 容］ 

エネルギー・環境問題に起因して、太陽電池関連の研

究開発が急速に進んでいる。有機太陽電池材料の開発も

同様であり、今日では高性能の光起電力材料が市販され

ている。これらは光を照射することで、大きな空間電荷

あるいはこの電荷移動に基づく空間電界をバルク中に誘

起することができる。光照射によって空間選択的に誘起

される電荷や電界を利用することで、機能性素子の実現

やデバイスプロセスへの応用が期待できる。本研究では、

フラーレンをドープした光導電性材料中で光誘起された

電荷あるいはキャリアを電気化学反応に利用する技術を

開発する。 

H24年度は、一般的な増感色素を添加した水溶性ポリ

マーゲルを用いて透明電極によるサンドイッチ構造のセ

ルを作製し、励起光照射の下、電極界面での酸化・還元

反応の調査を行った。ポリマーのイオン性や添加色素な

どの構成を調整することで、前述の電圧－電流特性をア

レンジできることを見出し、本題の電気化学反応に利用

可能な光導電層の調査を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］有機電子材料・素子、光導電性材料 
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［研 究 題 目］実用化に向けたニオブ系鉛フリー圧電セ

ラミックスの創製 

［研究代表者］王 瑞平（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］王 瑞平（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、人体や環境に有害な鉛元素を含まず、性能

的に実用化水準に達するニオブ系（(Na, K)NbO3を母

材とした固溶体）鉛フリー圧電セラミックスを開発する

ことを目指す。（ Na0.5K0.5 ） NbO3 を母材に ATiO3 

（A=Bi0.5K0.5, Bi0.5Na0.5, Bi0.5Li0.5）及び BZrO3（B=Ba, 
Sr, Ca）を同時に導入した（ 1-x-y)（ Na0.5K0.5）

NbO3-xATiO3-yBZrO3（NKN-AT-BZ)固溶体は正方晶

／菱面晶相境界（MPB）を示す。MPB 近傍の組成は圧

電特性が優れ、鉛系圧電セラミックスに匹敵するが、圧

電定数の温度特性・耐圧性の面で実用化水準になお及ば

ない。そこで、本研究では微量元素添加により局所構造

及び強誘電ドメインを制御することにより優れた温度特

性・耐圧性を有するニオブ系鉛フリー圧電セラミックス

を開発することをめざした。 

 平成24年度は、主に(1) NKN-Bi0.5K0.5T-BaZ 固溶体

の圧電特性における希土類元素・銅などの元素添加効

果；(2) NKN-Bi0.5Li0.5T-BaZ 固溶体の圧電特性の温度

依存性を調べた。結果としては、(1) NKN-Bi0.5K0.5T-
BaZ 固溶体の圧電特性は、ドナー（例えば、希土類元

素酸化物）添加によりソフト化され、アクセプター（例

えば、酸化銅）添加によりハード化され、鉛系と類似し

た振る舞いを示す；(2) NKN-Bi0.5Li0.5T-BaZ 固溶体の

MPB 組成の圧電特性は室温付近に最大値を示すが、

MPB 組成より少しずれる組成の圧電特性は－20～100

度温度範囲で高い値とリニア温度変化を示すことがわか

った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］鉛フリー、圧電、セラミックス、MPB、

ペロブスカイト、ニオブ系 

 

［研 究 題 目］究極のナノスクイッドの開発とデバイス

展開 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡（電子光技術研究部門）、 

柏谷 裕美（計測フロンティア研究部門）

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究は、単一スピンの量子状態が検出可能な究極の

ナ ノ ス ク イ ッ ド （ 超 伝 導 磁 束 量 子 干 渉 計

（ Superconducting Quantum Interference Device: 
SQUID））の開発を一つの目標とする。1スピン検出が

数の極限ならば、時間的な限界として200MHz 以上の

スクイッド動作を開発し、光誘起された少数スピン系の

時間的緩和過程の解明も行う。またナノスクイッドによ

り微小超伝導体の局所状態の計測を行うことにより、従

来知られていなかった超伝導体のナノスケールでの物理、

量子状態の解明を行う。 

研究の進捗状況 

 Sr2RuO4をはカイラル P 波超伝導体であることが示唆

されており、磁束量子は半整数状態の実現が許されるこ

とが理論的に予測されている。これを用いることにより

トポロジカル量子ビットの実現が期待されている。まず

Sr2RuO4の弱結合ナノブリッジを作成し、そのジョセフ

ソン特性を調べた。その結果、通常のジョセフソン接合

とは異なるヒステリシスループを有する特性を観測し、

これがカイラルドメイン運動によるものであることを明

らかとした。この弱結合ナノブリッジを用いた DC-
SQUID を作製し半整数磁束量子状態の観測を試みたが、

現在までに変調特性が観測できておらず、カイラルドメ

イン運動の影響により局所超伝導位相が揺らいでいるこ

とが示唆される。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ナノスクイッド、局所磁場計測、量子状

態 

 

［研 究 題 目］不均一超伝導体における奇周波数電子対

の研究 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、柏谷 裕美（計測フロンティ

ア研究部門）、小柳 正男（電子光技術

研究部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 新奇な対称性を持つ奇周波数電子対を理論実験両面か

ら研究して、超伝導接合のような不均一系において存在

することを確立することを目的とする。スピン3重項対

称性が有力視されている Sr2RuO4の接合系あるいは重

い電子系 PrOs4Sb12における近接効果、ジョセフソン効

果の実験を理論解析と比較しながら、奇周波数電子対の

問題の解明に迫っていく。さらに奇周波数ペアポテンシ

ャル（エネルギーギャップ関数）の特徴を理論的に解明

して、新しい物性の予言を行うことを目指す。 

研究の進捗状況 

 奇周波数超伝導電子対の近接効果の観測に最も適して

いると考えられる Sr2RuO4に対して、その場蒸着法を

用いて、T 型接合と呼ばれる超伝導パリティと奇周波数

電子対を検出する素子を作成し、輸送特性を評価した。

その結果、状態密度の超伝導ギャップ構造を検出したが、

奇周波電子対に対応するゼロバイアスピーク構造は観測

できなかった。また磁場応答も微弱であり、界面の効果

により近接効果が抑えられていると考えられる。これに

より p 波超伝導を起源とする奇周波電子対の形成は現

在確認できていない。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］奇周波数電子対、近接効果、スピン3重

項超伝導体 
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［研 究 題 目］時間反転対称性を破る超伝導体の新奇界

面現象 

［研究代表者］柏谷 聡（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柏谷 聡、柏谷 裕美（計測フロンティ

ア研究部門）、齋藤 広大（電子光研究

部門）（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究の目的は、対称性の破れた量子凝縮系でしばし

ば発現する、トポロジカルに特徴付けられる量子現象を

分野横断的に研究することで、「トポロジカル量子現象」

としての普遍概念を創出し、新たな学術領域を形成する

ことである。具体的にはスピン3重項伝導体である

Sr2RuO4や金属／強磁性体界面で起こる、トポロジーを

起源とするエッジ状態の形成、奇周波数超伝導ペアの形

成、自発電流の観測などの観測を行い、これらの現象に

共通に見いだされる物理の解明を行う。 

研究の進捗状況 

 カイラル p 波超伝導体であることが強く示唆されて

いる Sr2RuO4の d ベクトルを実験的に確定させるため

に、Sr2RuO4と s 波超伝導体 Nb とのジョセフソン接合

を作成する技術を確立した。単結晶試料を用いて、その

場劈開法を用いて高品質なトンネル接合の作製を行い、

ジョセフソン輸送特性を精密に計測した。得られたジョ

セフソン接合の IcRn 積は Sr2RuO4の超伝導ギャップよ

り2－3桁小さく、Sr2RuO4の界面に存在するスピン軌道

相互作用がジョセフソンカプリングの起源となっている

ことが示唆される。またこれに基づき d ベクトルの方

向とスピン軌道相互作用の大きさが実験的に初めて評価

されたことになる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］トンネル分光、トポロジカル量子ビット、

トポロジカル量子現象、トポロジカル超

伝導、エッジ状態、スピン3重項超伝導 

 

［研 究 題 目］対称性の破れた磁性体・超伝導体ナノ接

合系における量子輸送理論 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、対称性の破れた微小超伝導接合を舞台としてト

ポロジカルに非自明な量子状態の実現を目指した研究が

盛んに行われている。本研究では、時間反転対称性の破

れた磁性体／超伝導接合に現れる異常な量子輸送現象の

理論構築とその応用を目指して研究を進めてきた。H24

年度はまず具超伝導体／磁性体接合における奇周波数ク

ーパー対とその検証法の提唱を行った。磁化が非一様な

磁性体と超伝導体を接合した系においては、磁性体中に

スピントリプレット奇周波数クーパー対が誘起されるこ

とが理論的に予言されている。本研究では、磁性体中の

準粒子状態密度に表れるゼロエネルギーピークを観測す

ることによって、奇周波数クーパー対の存在を実験的に

検出できることを準古典グリーン関数法による数値計算

により示した。またさらに磁性半導体・超伝導接合を用

いた電子冷却に関する理論研究も行った。近年量子デバ

イスや検出器を冷却する技術として金属／絶縁体／超伝

導体接合（NIS）冷却に関する研究が注目を集めている。

しかしながら超伝導金属界面におけるアンドレーフ反射

のために冷却効率が期待したほど増大しないという深刻

な問題があり、それが実用化のための大きな障害となっ

ていた。そこで、絶縁体の代わりに磁性半導体スピンフ

ィルターを用いることによって、アンドレーフ反射が抑 

制され、通常の NIS 冷却器の理論限界を大幅に上回る

冷却性能が引き出せることを示した。今後は実験グルー

プとの共同研究を進めていく予定である。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ジョセフソン素子、磁性半導体、電子冷

凍機、スピントロニクス、奇周波数ペ

ア 

 

［研 究 題 目］圧力反応場を利用した超伝導体をはじめ

とする新機能性材料の物質設計と実験

的検証 

［研究代表者］鬼頭 聖（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］鬼頭 聖（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

本研究では、これまでに鉄砒素系新超伝導体の研究の

中で得られた知見、経験を基に、鉄と砒素以外の元素の

組み合わせについて系統的な物性の理解を進め、例えば

超伝導に適するような物質設計を行い、合わせて合成・

評価による実証研究を行った。特に、元素の組み合わせ

を拡張することにより鉄砒素系超伝導体と同じメカニズ

ムによる超伝導の可能性を探った。 

 NdFeAsO1-y 系超伝導体のとる ZrCuSiAs 型結晶構造、

類縁構造として ThCr2Si2型、Cu2Sb 型等に着目し、3d、
4d 遷移金属原子等に着目し、超伝導体をはじめとする

新規化合物の開発を目指した材料開発を行った。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高圧合成、新物質探索、金属間化合物、

ZrCuSiAs 型結晶構造、SrCrAsF、 
ThCr2Si2型結晶構造、(Ca, K)Fe2As2 

 

［研 究 題 目］原子位置分解能を有するテラヘルツ光分

光 

［研究代表者］上原 洋一（東北大学） 

［研究担当者］桑原 正史（電子光技術研究部門） 

［研 究 内 容］ 

 相変化材料は、非常に狭いギャップを持つ半導体とし

て知られている。以前、我々は相変化材料にトンネル電

子を注入あるいは引き出すことにより、可視域での発光

が起こることを見いだした。これは、伝導体の上のエネ
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ルギーに励起された電子が、緩和することによって発光

が起こるという機構を提案した。本研究では、テラヘル

ツの発光を確認するとともに、テラヘルツの光源や検出

器として相変化材料の応用を探るものである。 

 結晶化した相変化材料を超高真空中の STM に導入し、

探針よりトンネル電子を注入した。検出器は熱型検出器

であるボロメーターである。分光は行っておらず、発光

のみを確認する構成である。その結果、確かにテラヘル

ツの発光が起きていることを確認し、現在その発光機構

について議論するとともに、次の実験に向けて準備を行

っている。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］相変化材料、テラヘルツ、狭ギャップ半

導体 

 

［研 究 題 目］有機半導体マイクロレーザーの作製と 

発振特性の研究 

［研究代表者］佐々木 史雄（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］佐々木 史雄（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究テーマでは室温での光学特性、伝導特性共に優

れた性能を持つ有機半導体材料（チオフェン／フェニレ

ン）コオリゴマーに共振器量子電磁気学（Cavity 
Quantum Electro-Dynamics, CQED）が適用できる領

域まで微細加工を施し、少ないキャリア注入でレーザー

発振が得られるような微小共振器と電流注入デバイス構

造とを両立させる有機結晶薄膜作製技術と加工プロセス

技術とを開発することに主眼を置いている。TPCO 系

有機半導体の内、p 型である BP1T と n 型である AC5-

CF3と言う2つの材料からなる pn 接合形成について研究

を行った。昨年度、所内外の共同研究者の協力を得て、

極端紫外（EUV）光を用いた光電子分光法（EUPS）
により、フェルミ準位の変動を測定し、p 型ドーパント

である MoO3を BP1T に、n 型ドーパントである

CS2CO3を AC5-CF3にいずれも2%ドーピングした時、

フェルミ準位はそれぞれ4.0eV から4.3eV へ、4.8eV か

ら3.9eV へシフトすることを報告した。それぞれ p 型、

n 型ドーピングとしては妥当なシフトであった。これら

のことから、TPCO 系有機半導体においても p,n 型伝

導制御が可能で、これによる有機 EL デバイスの向上が

期待できることが分かった。本年度はこのドーピング膜

を用いて有機 EL 素子を試作し、電流値を20倍以上向上

させることに成功した。また、共振器加工プロセス中の

加工ダメージによる発光効率の低下が解決すべき課題に

上っていたが、これも解決できる道筋が明らかになりつ

つある。本年度はマイクロキャビティ加工条件の改善に

よる発光効率の向上と、pn 制御による電流注入性の向

上が実デバイスで確認された点、順調に進展している。

この両者を兼ね備える共振器作製プロセス上の課題や、

単結晶的な品質の薄膜を電極上に形成する手法など、今

後解決すべき課題が明らかになった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス   

［キーワード］有機半導体レーザー、微小共振器、（チ

オフェン／フェニレン）コオリゴマー 

 

［研 究 題 目］強相関遷移金属酸化物の酸素欠陥による

電子物性変化と電場制御に関する研究 
［研究代表者］澤 彰仁（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］澤 彰仁（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
 本研究では、強相関遷移金属酸化物中の酸素欠陥の特

性を理解することを目的に、酸素欠陥の生成およびその

密度変化による強相関遷移金属酸化物の電子状態変化と、

電場印加による強相関遷移金属酸化物中の酸素欠陥の移

動機構の詳細を明らかにする。さらに、電場印加による

酸素欠陥の電気化学的移動現象を利用して強相関遷移金

属酸化物の界面電子状態の制御を実現し、電場により強

相関遷移金属酸化物の輸送特性や磁気特性を大きく変調

することを目指す。 

 本年度は、酸素欠損の電界移動により発現する抵抗ス

イッチング現象について、人工的な酸素欠陥導入が与え

る効果を検証するため、イオンミリングにより人工的に

酸素欠陥を導入した Nb ドープ SrTiO3と、導入してい

ない Nb ドープ SrTiO3を用いた素子を作製し、抵抗ス

イッチング特性を比較するとともに、TEM-EELS によ

り界面構造及び Ti の価数を評価した。酸素欠陥を導入

することにより、10倍以上のスイッチング速度の向上が

見られた。また、酸素欠陥を導入した素子では、界面か

ら離れるにしたがって Ti 価数の明確な変化が見られた。

この結果から、人工的な欠陥導入は酸素欠陥の移動を促

進し、抵抗スイッチング特性の向上に有効であることが

示された。また、金属電極と強誘電体の界面に薄い常誘

電体層を挿入した新しい強誘電抵抗スイッチング素子を

開発した。素子特性の精密測定とバンド構造の解析から、

界面に挿入した常誘電体層が遮蔽電荷と分極電荷を分離

することが、抵抗スイッチングの発現に重要な役割を演

じていることを見出した。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］不揮発性メモリ、遷移金属酸化物、抵抗

スイッチング 
 

［研 究 題 目］可視域位相制御ファイバー光源を用いた

実時間動的分子構造制御 

［研究代表者］高田 英行（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］高田 英行、鳥塚 健二（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、可視域のコヒーレント制御光源を開発し、

同帯域に反応性を持つ有機分子の量子状態を制御するこ

とを目的として、産総研の光源技術、大学の量子状態制
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御の技術をベースとした共同研究を行っている。 

 分子の高速な内部運動を制御するために MHz 繰り返

しの可視域 Yb ファイバーレーザーを新規に開発し、所

望の可視域超短パルスを得る。また、共同研究者の「高

速掃引量子波束分光計」を可視域用に改良し、これらの

開発結果を総合して、分子の構造、特に、光応答性

DNA などにも応用されているアゾベンゼン系分子の構

造を任意にスイッチングする励起パルス条件を調べるこ

とを最終的な目標とする。 

 本年度は主として、可視域の超短パルス光源の開発を

進め、必要な可視域超短パルスを得るためのレーザー増

幅システムにおけるキーデバイスである「モード同期 

Yb ファイバーレーザー発振器」の試作と、「利得狭窄

補正フィルター」の設計まで達成した。発振器について

は、到達パルス幅の指標である構造の少ないスペクトル

帯域拡大をすすめた。フーリエ限界パルス幅で40fs に

相当する帯域幅が得られ、分子構造制御の目的のために

設定した目標値、45fs 以下を達成できた。利得狭窄補

正フィルターについては、Yb ファイバーレーザー用の

仕様実現が技術課題であったが、フィルターに用いる誘

電体の材質と層数、各誘電体の厚み、フィルターの入射

角などを検討した結果、目標の45fs 増幅パルス発生を

可能とするフィルターを設計することができた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超短パルスレーザー、レーザー制御、レ

ーザ光反応、超高速分光、フェムト秒

レーザー、ファイバーレーザー 

 

［研 究 題 目］超臨界金属における金属絶縁体転移のミ

ューエスアール法による研究 
［研究代表者］竹下 直（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］竹下 直（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
高温高圧力下の超臨界状態の金属に対して、ミュオン

スピン緩和法により金属－非金属転移を伴う臨界点近傍

の電子相関を明らかにすることを目的としている。特に

アルカリ金属 Cs の臨界点近傍における反強磁性の発達

に注目して研究を進めている。今年度は高温高圧力下に

おける測定を可能とする圧力容器の構築に向けて、ここ

で用いるガスケット素材の吟味を行った。具体的には

MgO セラミック反焼結体によるガスケットを制作し、

圧力発生が可能かどうかについての検証を行った 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］ミューエスアール法（µSR）、超高圧力、

ブリッジマン型高圧装置 

 

［研 究 題 目］強相関電子系の量子シミュレーションに

よる高温超伝導機構の研究 

［研究代表者］柳澤 孝（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］柳澤 孝、長谷 泉、山地 邦彦 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 電子相関による高温超伝導機構を研究するために、ハ

バードモデル等の二次元の多体電子モデルを考察し、そ

の基底状態を数値計算の手法を用いて研究を行った。 

 二次元ハバードモデルに対する新しい量子モンテカル

ロ法のプログラムを構成し、シミュレーションを行った。

行列の対角化法と量子モンテカルロ法を組み合わせた方

法であり、フェルミ粒子系に特有の負符号問題は現れな

い。この方法により、二次元ハバードモデルの電子対の

相関関数を計算した。量子モンテカルロ法の二つの手法、

すなわち、メトロポリス法と対角化法による結果は小さ

い系では非常によく一致することを示した。 

 対角化量子モンテカルロ法によって得られた結果から、

超伝導相関は系のサイズが小さいと小さく抑えられてい

るが、サイズが大きくなると共に増大することが明らか

になった。すなわち、超伝導相関は系のサイズが大きく

なると共に大きくなる。また、ホールがドープされてい

ないキャリアーがゼロの系の状態では、電子間相互作用

があっても超伝導相関は増大しないことが明らかになっ

た。これは、キャリアーがない系では超伝導が起こりに

くいことを示している。キャリアードープと共に超伝導

相関は増大し、実験で見られているようなドーム状のキ

ャリアー依存性を示すことを明らかにした。 

 銅酸化物高温超伝導体における超伝導臨界温度の物質

依存性を理解するために、超伝導凝縮エネルギーの物質

パラメータ依存性を調べた。P ホールと d ホールのエネ

ルギーレベル差を正の方向に大きくしていくと、超伝導

凝縮エネルギーは増大する。これは、d ホール数が増え、

d ホール間の有効的な相互作用が強くなるためである。

p と d のレベル差を小さくしていくと超伝導凝縮エネル

ギーが減少し、極小を経て再び増大に転ずることが明ら

かした。この領域では p ホール間の相互作用が重要で

あることが明らかになった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］二次元強相関系、量子シミュレーション、

変分モンテカルロ法、第一原理計算、銅

酸化物高温超伝導体、鉄系超伝導体、共

存状態、物質パラメータ 

 

［研 究 題 目］高分子規則表面のバイオエッチングとソ

フトマター分子群集積化への応用 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 自己組織化で合成されるナノマテリアルを有効に利用

するためには、基板上に機能を最大限に発揮できるよう

に集積化する必要がある。特に、ソフトマテリアルの界

面で動作するような機能性物質を設置するためには、そ

の基板も柔らかい材料で構成されることが望まれる。本
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研究では、自己組織化と酵素分解に基づくバイオエッチ

ング手法を開発し、生分解性高分子表面にパターン化し

たアレイ構造の構築を目指した。 

 H24年度は、簡便に高分子加水分解酵素による分解を

制御する手法の開発を行った。まず、生分解性高分子表

面に UV-オゾン処理を施すと、酵素分解速度を低下さ

せることができた。これは、酵素吸着が抑制されるため

であることが示唆された。一方、UV のみで処理を行う

と、低分子量化が起こり、酵素分解速度が早くなること

を見出した。これらの現象を利用して、生分解性高分子

表面のパターニングを行った。マスクを介して、UV／

UV-オゾン処理を行った上で酵素分解すると、お互い

に反転した凹凸パターンを、マスク形状に応じて形成す

ることが可能であった。本手法は、代表的な生分解性高

分子で利用可能であり、簡便かつ低エネルギーなバイオ

エッチングにより、表面パターニングに成功したといえ

る。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］酵素、生分解性高分子、原子間力顕微鏡、

ソフトマテリアル 

 

［研 究 題 目］多波長コヒーレント合成による高繰り返

し極短光パルス発生の研究 

［研究代表者］吉富 大（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉富 大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 光化学反応の初期過程などの超高速現象を解明する超

高速プローブとして、極短光パルスは重要性を増してい

る。本研究では、100MHz 程度の高繰り返しで未踏の4

フェムト秒以下の極短パルスを発生することを目的とす

る。3種類の異なる波長帯域のモード同期レーザー光の

タイミング及び光波位相を高精度に同期制御し、合成す

る技術を確立する。これにより、波長600nm～1400nm
に渡るコヒーレントな超広帯域光を発生させ、全帯域で

分散補償を行うことにより、単一レーザー帯域の壁を超

える極短光パルスの発生を実現する。 

 これまでに産総研では、チタンサファイアレーザー

（中心波長800nm）及びクロムフォルステライトレーザ

ー（中心波長1250nm）の2種類のレーザーのタイミング

と位相を、0.1フェムト秒という世界最高の精度で同期

制御することに加え、この2つのレーザーの波長領域の

中間に位置するイッテルビウムファイバレーザー（中心

波長1040nm）の制御技術も開発し、チタンサファイア

レーザーとのジッター1.4フェムト秒の高精度タイミン

グ同期を実現している。本年度は、長時間安定動作をめ

ざして、イッテルビウムファイバレーザーの温度安定化

制御を行い、チタンサファイアレーザーとの間で6時間

にわたる安定した同期動作を実現した。繰り返し周波数

のカウンター測定において、揺らぎを表す指標となる周

波数差は6時間の間、1ミリヘルツ程度に抑制されている

ことを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザー、超短パルス、フェムト秒、超

高速現象 

 

［研 究 題 目］エネルギー回収型リニアック放射光源用

電子銃励起レーザーシステムの研究 

［研究代表者］吉富 大（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉富 大（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 エネルギー回収型リニアック（ERL）放射光源は、

蓄積リング放射光源の非破壊性などの特徴を継承しつつ、

その輝度、空間コヒーレンス、短パルス性が2桁以上も

向上する次世代光源として期待されている（平均輝度は

1022-1023[photons/s/mm2/mrad2/0.1%b.w.]、空間コヒ

ーレント成分は10%以上、パルス幅は100フェムト秒以

下）。ERL 放射光源が実現すれば、これらの特長により

広範な利用研究を尖鋭化できると同時に、新しい研究分

野を切り開くことができる。日本では、高エネルギー加

速器研究機構（KEK）を中心に、日本原子力研究開発

機構、東京大学物性研究所、分子科学研究所、産業技術

総合研究所、SPring-8などの研究者が参画している

ERL 研究開発共同チームが発足し、平成18年度から要

素技術開発と ERL 実証機（コンパクト ERL）建設のた

めの研究開発を進めている。本研究では、ERL 放射光

源の実現で必要とされる主要な開発要素の1つとして、

低エミッタンスの光陰極電子銃を実現するための励起用

レーザーシステムの開発を行っている。本年度は、イッ

テルビウムファイバレーザー増幅システムを用いて、波

長532nm、繰り返し周波数1.3GHz の高出力パルス光源

を開発した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］レーザー、超短パルス、電子銃、加速器、

放射光 

 

［研 究 題 目］光記録技術と画像認識技術の融合による

ウイルスその場検出器の開発 

［研究代表者］粟津 浩一（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］粟津 浩一、島 隆之、藤巻 真（以上、

電子光技術研究部門） 

高橋 栄一、村川 正宏、坂無 英徳、

野里 博和（以上、情報技術研究部門） 

（常勤職員7名） 

［研 究 内 容］ 

感染性のある疾患か否かを短時間で診断する装置開発

を救急医療の現場が求めている。本研究ではその要素技

術を開発する。光記録材料表面に抗体を固定し、ウイル

スとの抗原抗体反応を行うことを目指す。位置決めのた

めのマーカーを表面上に形成するなどして、ウイルスな
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どの付着物の像を再構築する。さらに、ウイルス同定の

精度向上およびウイルスの非特異吸着による誤診断防止

のため、情報科学におけるパターン認識技術（適応学習

型汎用認識システム）を併用し、様々なウイルスの形状

による光信号の形状を学習させて検出感度や識別性能を

向上させる。光記録、表面化学、ウイルス学、情報科学

という四つの異分野を融合し、斬新な技術を開発するこ

とにより、社会的に重要なウイルスの迅速測定のための

要素技術を開発するのみでなく、全く新しい学問分野を

開拓する。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］センサー、ウイルス、導波モード 

 

［研 究 題 目］多元環境下の新しい量子物質相の研究 
［研究代表者］伊豫 彰（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］伊豫 彰、P.M. Shirage 

（常勤職員1名、他1名） 
［研 究 内 容］ 
 鉄系超伝導体は、2008年に日本で発見された物質であ

る。その報告直後から世界中で集中的に研究が行われた。

その結果、鉄系は銅酸化物に次ぐ高い超伝導転移温度

（Tc~55K）を示すこと、銅酸化物に匹敵する程バラエ

ティーに富む超伝導物質群が存在することなどが明らか

となった。現在でも物質探索や超伝導メカニズム解明に

向けた物性研究が精力的に行われている。 

 昨年度までに本研究課題において発見した新鉄系超伝

導体（Ca4Al2O6)(Fe2As2）と（Ca4Al2O6)(Fe2P2）は、

超伝導転移温度がそれぞれ28K および17K の超伝導体

である。結晶構造は同じであるが、超伝導ギャップには

P 系にのみノードがあることが NMR で明らかになって

いる。そこで、それら二つの物質の固溶体において Tc

などの物性がどのように変化するかを調べるため、

(Ca4Al2O6)(Fe2(As1-xPx)2)の合成を行った。 
 高圧合成（4.5GPa、1300℃）において酸素量などの

組成を精密に制御することにより、0≤ x ≤1の広い範囲

で単相試料を得ることに成功した。磁化および電気抵抗

による測定を行った結果、0.5< x .5よび電の組成範囲

で超伝導が消失することを見いだした。得られた電子相

図は、非超伝導母物質に P置換をすることによって超伝

導が誘起されるという典型的な鉄系超伝導体 BaFe2

（As, P)2や LaFe（As, P）O とは全く異なるもので

ある。 

 また、鉄系の母物質における構造相転移あるいは反強

磁性秩序に伴う抵抗異常を彷彿させるような電気抵抗率

の異常が、超伝導が消失する組成範囲で現れ、その温度

が組成と共に系統的に変化することも見いだした。この

系についてさらに詳しく研究を進めることで、鉄系超伝

導体の超伝導メカニズムの解明およびさらに高い Tc を

有する物質の開発に繋がると期待される。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］超伝導、鉄ヒ素系超伝導材料、高圧合成 

 

［研 究 題 目］生分解性高分子鎖の配列制御と酵素を用

いたソフトマター表面の機能化 

［研究代表者］吉川 佳広（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］吉川 佳広（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 環境低負荷なバイオマス由来物質を利用したナノテク

ノロジーの開拓を目指し、有機・高分子物質の規則的配

列制御と酵素等の機能性ナノ材料の集積化を最終目的と

している。本年度は、基板上での組織化に影響を及ぼす

と考えられる、分子内水素結合に着目して様々な化合物

を合成した。そして、二次元平面上での自己組織化構造

の解析を走査型トンネル顕微鏡（STM）によって行っ

た。 

 基板上への分子固定化ユニットとして作用するアルキ

ル鎖をアミド結合で導入すると、アルキル鎖内の炭素数

の偶奇で多様な二次元構造が発現することがわかった。

一方、エステル結合でアルキル基を導入すると、分子内

水素結合が無くなり、アミドの場合とは全く異なる構造

を形成した。さらに、アミド化合物については、-CO-

NH-Alkyl と-NH-CO-Alkyl の様に、結合方向を変化

させた化合物についても二次元構造の観察を行った。そ

の結果、やはり分子内水素結合の有無によって、-NH-

CO-Alkyl の場合には偶奇効果が発現せず、すべて同一

のナノ構造を示すことが明らかとなった。このように、

アルキル基の導入方法を変化させるだけで、偶奇効果の

発現を制御できることがわかった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］自己組織化、走査型トンネル顕微鏡、ソ

フトマテリアル 

 

［研 究 題 目］強相関酸化物ヘテロ構造の競合性を利用

した機能開拓 

［研究代表者］山田 浩之（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］山田 浩之（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 強相関酸化物では、一つの物質において様々な状態

（金属・絶縁体、強磁性・常磁性、など）が複雑に競合

し、競合している状態間の電場・光・磁場などによるス

イッチ現象が知られている。それを基礎原理としたエレ

クトロニクス～強相関エレクトロニクス～が近年注目さ

れている。本研究課題においては、そのような強相関酸

化物特有の相競合性を、強誘電体の電場制御性と組合せ

た新奇な不揮発デバイス機能を開拓することが目的であ

る。本年度においては、強相関酸化物半導体である

CaMnO3薄膜をチャネルに用い、強誘電体である

BiFeO3薄膜をゲートに用いた「強誘電電界効果トラン

ジスタ」を作製した。その結果、BiFeO3の分極反転に
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伴い、CaMnO3チャネル抵抗が大きな不揮発抵抗スイッ

チングを示すことを発見した。抵抗の OFF/ON 比は室

温で400%、200K では1000%を超えた。ホール効果の測

定から、強誘電ゲート（BiFeO3）による1014cm-2近いキ

ャリア濃度変調が起こっていることが分かった。この

OFF/ON 比は強相関・強誘電 FET としては、これまで

で最大のデバイス応答である。しかし、OFF/ON 比お

よびホール効果のチャネル膜厚依存性の解析から、界面

における dead layer などの形成により、CaMnO3およ

び BiFeO3が十分にその機能を発揮できていないことが

分かった。よって今後、適切なチャネル材料や界面構造

の設計により、より高い OFF/ON 比や、強相関酸化物

の相競合性を生かした磁性の制御なども可能になると考

えられる。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］不揮発性メモリ、遷移金属酸化物、抵抗

スイッチング 
 

［研 究 題 目］微小ジョセフソン接合集団における量子同

期の理論 

［研究代表者］川畑 史郎（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］川畑 史郎（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究においては、超伝導体ジョセフソン接合におい

て創発する同期現象及び巨視的量子現象に関して理論的

に研究を行う。本年度は、高温超伝導体固有ジョセフソ

ン接合における同期現象及びテラヘルツ波発振に関して

理論及び数値的に研究を行った。ジョセフソン接合の位

相差ダイナミクスを記述する運動方程式、熱伝導方程式、

マクスウェル方程式を連立させることにより固有接合か

ら発生する。 

テラヘルツ電磁波の計算を行った。その結果、温度分

布に非一様性が自然に現れることを明らかにした。さら

に温度分布が非一様な場合、分布が一様な場合に比べて

桁違いに強いテラヘルツ電磁波が発生することを示した。

また、現在人工的に局所加熱をすることによって、テラ

ヘルツ波の強度を制御する方法について検討を行なって

いる。またジョセフソン接合の協力量子ダイナミクス理

論を構築することを目指して多バンド超伝導ジョセフソ

ン接合における巨視的量子トンネル効果に理論構築を行

った。その結果、バンド間位相差トンネル結合の存在に

より極めて多彩な量子トンネル現象が発現することを明

らかにした。具体的には、多バンド接合においては多次

元空間のトンネルパスが出現し、巨視的量子トンネル率

が通常の単一接合の場合に比べて大きく減少することを

見出した。それに対し熱的な脱出率はほとんど変更を受

けないことが明らかとなった。そのため、巨視的量子ト

ンネル現象を観測することによりバンド間位相差トンネ

ル結合が検出可能になることが分かった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］高温超伝導体、熱伝導、巨視的量子現象、

THz 発振、多バンド超伝導体、同期現

象 

 

［研 究 題 目］フォトクロミック反応を活用した平版印

刷法の開発と有機エレクトロニクスへの

展開 

［研究代表者］則包 恭央（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］則包 恭央（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

近年、有機材料を種々の電子デバイスに活用する開発

研究が行われている。これらの有機電子デバイスの特徴

は、既存の無機材料ベースのデバイスよりも軽く柔軟性

があり、しかも蒸着等の真空プロセスに替わって印刷技

術を用いて作成でき、低コストで低環境負荷であると期

待されることである。このようなデバイスの実現には、

新材料の開発に加え、適した印刷プロセスの開発が求め

られている。本研究課題では、有機電子デバイスを印刷

プロセスによって簡便に作製するために、フォトクロミ

ック反応を活用した新しい印刷方法を開発する。 

 H24年度は、光によって固体が液化する有機化合物の

開発と、それを用いた薄膜形成に関する検討を行った。

分子の適切なデザインによって、紫外線照射によって結

晶が液体に相転移する有機材料の開発に成功した。さら

に液体状態は、加熱によって元の結晶状態に戻す事が可

能であることを見出した。分子構造と光応答挙動の関連

について知見が得られた。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス分野、ナノ

テクノロジー・材料・製造   

［キーワード］結晶、固体、液体、光応答性材料、超分

子化学 

 
［研 究 題 目］制御された異方的超高圧力下の物理 
［研究代表者］竹下 直（電子光技術研究部門） 
［研究担当者］竹下 直（常勤職員1名） 
［研 究 内 容］ 
層状構造の物質、あるいは、薄膜試料など構造に異方

性をもった物質を理解するためには、異方的な圧力によ

って、圧力効果の異方性を正しく理解することが重要で

あると思われる。これを実現するため、均質でありなが

ら異方的な圧力発生をめざし、その技術的な開発を含め

異方的な超高圧力下の物理の開拓を進めている。 
本年度は、この異方的な圧力効果の前段階として、静

水圧性に優れた圧力環境下のもと、出発点となる正しい

圧力下の相図を得る実験を進めた。具体的には、常圧下

では最も高い超伝導転移温度を持つ水銀系銅酸化物高温

超伝導体 Hg-1223（HgBa2Ca2Cu3O8+δ）に対して、キ

ュービックアンビル型高圧力装置を用いて15GPa まで

の圧力下の超伝導転移温度 Tc の観測を行った。その結

果、Tc は圧力によって上昇していき、最高圧力である
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15GPa において Tc＝153K に達した。これはこれまで報

告された中では史上最も高いゼロ抵抗達成温度である。 
 また、異方的圧力発生の技術開発については、試料形

状によって、試料に加わる圧力の異方性を実質的に制御

することができることが BaFe2As2単結晶試料の電気抵

抗測定から明らかになった。 
［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 
［キーワード］キュービックアンビル型高圧力装置、異

方的圧力、超伝導、高圧力、銅酸化物

高温超伝導体、鉄ヒ素高温超伝導 
 

［研 究 題 目］古典光を利用した量子イメージングの諸

特性の解明とその応用分野の探索 

［研究代表者］白井 智宏（計測フロンティア研究部門） 

［研究担当者］白井 智宏（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 量子もつれ光子対などの量子光を利用した量子イメー

ジングでは、物体が存在しない場所にその情報が転送さ

れるゴーストイメージングや、古典限界を超える分解能

の断層像を取得する量子 OCT など、これまでの常識を

覆す機能や性能が実現される。しかし、一般に、量子光

は微弱でありかつその制御が容易ではないため、これに

代わり通常の古典光を使って同様のイメージングを実現

できれば、実用上のメリットは計り知れない。本研究で

は、古典光を利用した量子イメージングの諸特性を理論

と実験により明らかにし、量子イメージングの特徴を最

大限に活かしたイメージングを古典光により実現する方

法の確立を目指す。 

 本年度は、参照光側に設置する空間フィルターがゴー

スト回折光学系においては物体に対する複素共役フィル

ターとして作用することを新たに見出し、この作用を利

用することで擾乱媒質の影響を受けないイメージングが

可能となることを明らかにした。この方法では、物体を

照明した光波がランダムな媒質を透過した場合であって

も、物体の位相情報が失われずその情報が忠実に再現さ

れる。理論的には、ある条件を満たすように物体と擾乱

媒質を配置する必要があるが、原理の検証実験を行った

結果、理論上必要とされる条件を厳密に満たさなくても

高品質なイメージングが可能となることが明らかとなっ

た。 

 一方、量子 OCT の特徴のひとつである奥行き分解能

の向上を、古典光を利用した OCT において実現する方

法を検討した。従来型の周波数領域の OCT の出力側に

二光子干渉を検出するための干渉計を設置し、その出力

ポートで検出されるスペクトル強度の相関を評価する。

その後、相関信号の周波数解析を行うことにより、古典

的な白色光源を利用した場合であっても、従来型の

OCT と比較して約1.41倍改善された分解能で走査不要

の断層イメージングが可能となることを明らかにした。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］ゴーストイメージング、光コヒーレンス

トモグラフィー、生体医用光計測 

 

［研 究 題 目］アトリットル空間における局所増幅電場

の発現と超高感度スクリーニングチップ

への応用 

［研究代表者］福田 隆史（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］福田 隆史、石田 尚之、安倍 浩司、

牛島 洋史、福田 伸子、江本 顕雄 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 本研究では、制御されたアトリットル空間（一辺がサ

ブ波長以下の立体空間）を高分子膜中に構築し、プラズ

モン共鳴場を閉じ込めることによって局所増幅電場を発

生させることを目的とする。H24年度は、昨年度に有効

性を確認した『微粒子を鋳型とするプロセス』の再現性

を向上し、プロトコルを確立した。アトリットル空間の

空間位置制御には微粒子分散液に変成ポリビニルアルコ

ール（数 wt%）の添加が微粒子間の相関長制御に顕著

な効果を及ぼすことを見出し、構造形成に活用した。ま

た、目的のバイオマーカー用抗体（タンパク質）が反応

性リジン残基を有することを利用し、活性エステルとア

ミノ基の縮合を通じて化学的に固定できることを実証し、

バイオセンシングの定量性と再現性向上に顕著な寄与が

得られることを確認した。さらに、パームトップサイズ、

かつ、スマートデバイスで無線操作可能な小型スペクト

ル計測器を試作し、チップのスペクトルを当該機器で検

出できることを確認した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス、ナノテク

ノロジー・材料・製造 

［キーワード］バイオセンサー、局在プラズモン、アト

リットル空間、電場増幅効果、スクリー

ニングチップ、ポイントオブケアテステ

ィング（POCT） 

 

［研 究 題 目］クラッディング励起システムを利用した

有機光増幅器の開発 

［研究代表者］望月 博孝（電子光技術研究部門） 

［研究担当者］望月 博孝（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 

 短距離光ネットワークでつながった情報家電の省エネ

効果は大きく、益々そのシステムが拡大している。しか

しこの短距離光ネットワークには、末端機器やセンサー

などを繋ぐために多数の分岐素子が敷設されており、分

岐による微弱化した信号光強度を復元する必要がある。

特に短距離光ネットワークでは、ポリマー光ファイバー

（POF）が用いられており、信号波長は幹線とは異な

って650nm である。POF との相性のよい有機色素で増

幅現象の報告はあるものの、信号波長である650nm を

増幅した例はない上、POF との接合性を鑑み大口径の



研 究 

(912) 

光増幅器が望まれている。加えて大口径の光導波路の作

製では、加工速度の点でエッチングなどが現実的なプロ

セスではなく、煩雑なプロセス（半導体プロセス他）よ

りも工程の少ない作製方法が必要であった。 

 提案者らはこれまでに、コア中に赤色レーザー色素

（4-（ジシアノメチレン）-2-メチル-6-（4-ジメチルア

ミノスチリル）4H-ピラン、DCM）を導入した大口径

光導波路を作製し、650nm の信号光の増幅現象を世界

で初めて観測し、3.8dB/cm の高い利得を得ている。 

 従来は増幅器を初めとするアクティブ光導波路では活

性物質をコア中に導入してきたが、コア中にレーザー色

素を分散させるのは容易ではなく、しかも色素の選択肢

が少ない。そこで担当者らは色素をコアではなくクラッ

ドに導入することを着想し、実験を行った。提案者はポ

リマークラッドファイバー（PCF）のクラッドに DCM
を蒸気輸送法で浸透させたものを作製した。このコアに

励起光を入射するとクラッドの DCM を励起し、DCM
による自然放出増幅光（ASE）を世界で初めてコアか

ら観測した。この現象はレーザー色素の反転分布が起こ

ったことを示しており、励起光と同時に信号光を入射さ

せると信号光が増幅することに直結する。 

 本テーマの目的はクラッドに高活性色素を導入した光

増幅器システムの構築をはかることである。平成23年度

は、結晶状態で強い発光能を有するチオフェン／フェニ

レンコオリゴマー（TPCO）を選出し、平成24年度は、

それらの結晶を簡便に作製する手法を開発した。これは

貧溶媒中に加温した溶液を滴下するもので、30分間以内

に基板上に700µm サイズの結晶が形成可能になり、従

来法に比べて結晶形成期間の著しい短縮に成功した。こ

の手法を用いることにより石英コア上に容易に TPCO
薄膜を形成することが可能になり、簡便にクラッド励起

システムの評価が可能になった。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］有機光増幅器、クラッド 

 

［研 究 題 目］糖鎖遺伝子改変マウスを用いたコア3型

O-結合型糖鎖の生体内機能解析 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、杜 東寧、梶 裕之、 

久野 敦、安形 清彦 

（常勤職員3名、他2名） 

［研 究 内 容］ 

 O-結合型糖鎖はタンパク質のセリンまたはスレオニ

ンに結合した糖鎖で、GalNAc が付加されたムチン型

O-結合型糖鎖は様々な糖タンパク質を修飾している。

O-GalNAc 糖鎖は様々疾患との関係が知られており、β

3GnT6糖転移酵素によって合成されるコア3型糖鎖には、

癌抑制作用があり、一般に癌化によりコア3型糖鎖が消

失することが知られている。しかしながら、コア3型糖

鎖の生体内での機能や癌抑制の機構は依然不明なままで

ある。本研究では糖鎖遺伝子 B3gnt6欠損マウスを使用

してβ3GnT6の生理的機能の解明を目指している。 

 まずコア3型糖鎖の生体機能の解明には、コア3型糖鎖

がどのタンパク質上に結合しているかを知る必要がある。

コア3型糖鎖を特異的に認識するプローブ（抗体など）

が存在しないため、そのプローブとしてまずレクチンを

探索した。最適なレクチンの探索のために、コア1型糖

鎖やコア2型糖鎖を発現しない大腸癌細胞を用い、β

3GnT6を発現する安定株（＋β3GnT6）を作製してレ

クチンアレイを行った。その結果、レクチン X が有意

に親細胞株と区別出来ることが分かり、レクチン X で

コア3型糖鎖を持つ糖タンパク質を捕集することとした。

現在、レクチン Y での前処理、レクチン X での捕集の

系を構築しプロテオミクスによるキャリア分子の同定を

行っている所である。 

 B3gnt6は主に胚細胞で発現しておりムチン産生に関

わっている可能性が高い。B3gnt6欠損マウスで潰瘍性

大腸炎や癌化の関連が示唆されている。今後、上記の方

法によってコア3型糖鎖のキャリア分子を同定し、

B3gnt6欠損マウスでの発現量の変化や細胞内シグナル

の変化を解析し、コア3型糖鎖を介した癌の抑制の機構

やコア3型糖鎖の生理的機能を解明する予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］O-結合型糖鎖、コア3型糖鎖、レクチン

アレイ、ムチン 

 

［研 究 題 目］構造生物学的解析による R 型レクチン

のシアル酸含有糖鎖結合能獲得メカニズ

ムの解明 

［研究代表者］逸見 光（農業・食品産業技術総合研究

機構食品総合研究所） 

［研究担当者］久野 敦（糖鎖医工学研究センター）、 

平林 淳（幹細胞工学研究センタ－） 

（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 

 これまで実施者らは、ガラクトースに特異的な糖結合

活性を持つ R 型レクチン（EW29Ch）の糖結合部位に

おいて遅い分子内運動による構造の揺らぎが糖結合活性

に関係することを明らかにした。また、このレクチンを

分子進化工学的に改変させてシアル酸結合性レクチン

（SRC: Sia-Recognition EW29Ch）を創製し、X 線結

晶構造解析を行った。しかしながら、その特異的な糖鎖

結合能獲得メカニズムについては十分な情報を得ること

ができていないことから、本研究では、NMR を用いて、

そのメカニズムを解明することを目的とする。本年度は、

１）NMR 測定に安定な13C 及び15N ラベル体タンパク

質の調製法の確立、２）溶液中での SRC と EW29Ch
の構造比較、３）NMR 緩和測定法による SRC と

EW29Ch の分子内運動の比較、を行った。目的タンパ

ク質の調整段階において、遊離状態で安定なラベル体タ
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ンパク質の取得が困難であったので、ラクトースを添加

した状態で調製を行い、調製したラクトース添加 SRC
の15N-HSQC スペクトルを経時的に測定し、NMR 測

定に対する安定性を評価した。その結果、15℃及び25℃

において十分安定であることが確認できた。２）では、

ラクトース添加ラベル体 SRC を用いて、多核多次元

NMR 法により、NMR シグナルの帰属を行い、ほとん

どの帰属が完了した。現在データ解析から、SRC の特

異的な糖鎖結合能獲得メカニズムに関して追及している

ところである。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］タンパク質、糖鎖、NMR、レクチン、

糖認識ドメイン 

 
［研 究 題 目］糖鎖機能の統合的理解を目指した糖鎖改

変マウスの N－統合グライコプロテオー

ム解析 

［研究代表者］成松 久（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］成松 久、梶 裕之、佐藤 隆、 

栂谷内 晶、安形 清彦、鈴木 奈美 

（常勤職員4名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖転移酵素遺伝子に欠失や突然変異を生じたモデル生

物は、多様な生理機能の異常を呈す。種々の糖転移酵素

が標的とする糖タンパク質を同定することは、生体内に

おける糖鎖の機能を理解する上で重要な鍵となる。本研

究では、各糖転移酵素に特異的な標的タンパク質の大規

模同定を行うために、これまでに作製した糖転移酵素の

遺伝子ノックアウトマウス群を用い、糖鎖キャリア分子

（糖ペプチド）をレクチン捕集し、N-結合型糖ペプチ

ドを糖鎖付加位置特異的な安定同位体標識法（IGOT 法）

で標識し、LC/MS ショットガン法で同定することによ

り、野生型マウスとノックアウトマウスとの比較解析を

行う。 

研究内容： 

 糖転移酵素遺伝子ノックアウトマウスを用いて、グラ

イコプロテオーム解析技術により、糖鎖キャリア分子を

網羅的・ハイスループットに同定するための系の構築

（レクチンの選定とレクチンによる捕集系の構築）のモ

デルとして、まずは最も糖転移酵素として生化学的に解

析が進められてきていたβ1,4-ガラクトース転移酵素1

（β4GalT1）について実証実験を進めた。β4GalT1は
最も解析が進んだ糖転移酵素ではあるが、同じ糖転移活

性を有する複数のβ4GalT ファミリー酵素が存在して

おり、β4GalT1が生体内でどのように使い分けられて

いるのかは不明であった。そこでまずは、野生型及び

B4galt1–/–マウス肝臓より、(β1-4-)ガラクトース末端

をもつ糖ペプチドを RCA120カラムで捕集し、そのキャ

リアタンパク質を同定した。同定された全1176タンパク

質のうち、181タンパク質が野生型マウス試料からのみ

同定された。この結果は、B4galt1–/–マウスにおいて、

これら181タンパク質には目的糖鎖構造（Galβ 1-

4GlcNAc）が形成されないことを示唆している。即ち、

これらのタンパク質はβ4GalT1標的タンパク質である

ことが推定された。同定されたタンパク質のバイオイン

フォマティクス解析を実施した結果、β4GalT1標的タ

ンパク質の分子性状に共通した特徴および傾向が見出さ

れた。ここまでの結果については論文として誌上発表に

至っている。 

 ここまでの検討・解析により、基本となる解析技術、

手順などが確立できたが、別の糖鎖構造（別の糖転移酵

素）をターゲットにした場合は、捕集するレクチン（あ

るいは抗糖鎖抗体）の選択や、捕集条件なども異なるの

で、それぞれに適した条件を模索する必要があると考え

られる。現在、他の糖転移酵素の遺伝子ノックアウトマ

ウスや各種細胞でも同様の解析が出来るように系の構築

を進めており、順次解析していく予定である。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、糖鎖機能、グライ

コプロテオミクス、N－結合型糖鎖、糖

転移酵素、遺伝子ノックアウトマウス 

 
［研 究 題 目］分化能の異なるがん幹細胞の同定とがん

免疫療法による治療可能性の検討 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、山口 高志、池原 早苗、 

（常勤職員1名、他2名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 科研費・基盤研究（C）にて実施している研究の目的

は、すい臓上皮幹細胞とすい臓がん幹細胞、それぞれの

特性について理解を深めることにある。そして、達成さ

れる理解に基づき、臨床上有用なバイオマーカーを開発

するとともに、がん免疫療法など「がん幹細胞を治療標

的とした治療法」へと展開する事を目標として実施して

いる。 

計画： 

 池原研究室では、膵臓特異的に Cre/loxP 遺伝子組み

換えを誘導することで、短期間のうちに、膵臓がんを生

じるマウス発がんモデルを作成してきた。本研究では、

同マウスに生じた腫瘍組織から培養細胞株を樹立して用

い、以下の課題を実施している。 

 腫瘍組織から樹立した培養細胞株を用い、i-a)細胞分

化能の異なるがん幹細胞の同定と、i-b)これを区別でき

るバイオマーカーの探索を進めている。さらに、発がん

させるためにマウスへ導入した遺伝子をモデルがん抗原

として利用し、これまでに開発を進めてきた ii)オリゴ

マンノース被覆リポソーム（OML）が誘導する抗腫瘍

免疫は、がん幹細胞の増殖制御に有効であるかどうかを
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検索している。最終的には、同免疫療法をマウス発がん

モデルにて試み、その有効性を検証したいと考えている。 

成果： 

 研究を開始した本年度、我々は作製したマウス発がん

モデルに生じた腫瘍に、ヒト膵臓がんで発現亢進の知ら

れている tasctd2、Maspin、Cycline A などの発現上昇、

ヒトすい臓がん細胞に特徴的なタンパクシアリル化の亢

進を確認した。さらに、発がんに利用したタンパクに対

する免疫応答が原因となり、同系の野生型マウス

C57Black6(B6)には生着しないが、免疫寛容を成立さ

せた同系マウスや、ヌードマウス、SCID マウスには生

着することを見出している。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］がん、疾患モデルマウス、がん幹細胞、

ワクチン療法 

 
［研 究 題 目］医療用マイルドプラズマによる創傷治癒

の確立とプラズマー組織細胞交互作用の

解明 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲、池原 早苗、榊田 創 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 
目的・目標： 
 本研究の目的は、止血に始まる創傷治癒のプロセスに

フォーカスして「プラズマと生体分子の交互作用」を検

討し、プラズマの効果メカニズムを分子レベルで明らか

にすることである。さらには、見出した原理に照らして、

プラズマの分子に対する凝集・分散作用を計測し評価し、

タンパク質の機能改変など、医薬品製造やバイオテクノ

ロジーでの用途の探索へと展開を進めることを目標とし

ている。 

研究計画： 

 生体に照射したプラズマによる作用や効能を系統的に

捉えるために、1）プラズマの作用する生体分子ネット

ワークの探索と、2）プラズマによるタンパク凝集・分

散の解析を計画している。1）では、個体レベルで観察

されるプラズマの作用や効能のうち、止血に始まる創傷

治癒のプロセスにフォーカスして、病理組織学的検索、

網羅的な遺伝子発現解析を行う。プラズマの作用メカニ

ズムについての系統的な理解は、各種 in vitro/in vivo
モデル系を利用するなどして、検証する。2）では、生

化学実験に適したプラズマ発生装置を開発し、これを用

いて、血液中タンパクのプラズマによる凝集・分散効果

を再現評価する。プラズマの時間的安定性や生成される

粒子種とエネルギーの同定も進め、プラズマと生体分子

の交互作用を工学的に検出評価することも計画している。 

年度進捗状況： 

 1）では、これまで止血効果の検討を重ねてきた医療

用プラズマ装置を使用し、観察される「止血に始まる創

傷治癒」のプロセスで発現する遺伝子・糖鎖について、

網羅的解析を実施した。結果、止血に始まる創傷治癒に

関連する分子群の全体像に迫ることができた。また2）

では、生体分子の量・体積に適した照射を可能とするプ

ラズマ発生システムを組み上げ、分子・細胞レベルでの

実験への最適化を進めているところである。なお、当該

プラズマの質を評価する計測システムとして、近赤外分

光法、可視分光法、及びリアルタイム電流計測法等を駆

使した研究を合わせて実施している。 

［分 野 名］ライフサイエンス・環境エネルギー 

［キーワード］プラズマ医療科学、止血・創傷治癒、低

侵襲性医療、病理学、プラズマ工学 

 
［研 究 題 目］プラズマ医療科学創成に関する総括研究 

［研究代表者］池原 譲（糖鎖医工学研究センター） 

［研究担当者］池原 譲（常勤職員1名） 

［研 究 内 容］ 
目的と目標： 

 科研費・新学術領域研究「プラズマ医療科学創成」の

目的は、プラズマ【活性粒子の集合体】と生体や生命組

織との相互作用に関する学術基盤を確立し、新たな学問

領域として『プラズマ医療科学』を創成して、新しい医

療技術を開拓することである。その実現を先導する総括

研究は、プラズマプロセス分野の研究者と生物、医学領

域の研究者が有機的に連携した学術研究組織の構築を進

めている。この課題の目的は、研究分担者として、上記

活動をサポートする事にある。 

研究計画と成果： 

 「プラズマ医療科学創成」では、領域長のリーダーシ

ップのもと、研究項目 A01：医療プラズマエレクトロニ

クス、A02：プラズマ分子生物科学、A03：プラズマ臨床

科学よりなる3つの班が設定された。そこでは、各研究

者がそれぞれの専門領域で研究を推進すると同時に、迅

速にその成果が異分野間で共有できるようにスキームが

構築され、研究が開始されているところである。池原は

A02のリーダーとして、活動を開始したところである。

なお、名古屋大学プラズマナノ工学研究センターと医学

部を中心としたハブ拠点『プラズマ医療科学総合拠点』、

九州大学プラズマナノ界面工学研究センターを中心とす

るサテライト拠点『プラズマ医療安全安心科学拠点』と

ともに、産業技術総合研究所はサテライト拠点『プラズ

マ医療分子生物科学・応用拠点』となるため、その確

立・整備を進めた。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］プラズマ医療科学、止血・創傷治癒、低

侵襲性医療、病理学、プラズマ工学 

 
［研 究 題 目］糖鎖による細胞表面生体分子の機能の調

節・制御機構の解明 

［研究代表者］栂谷内 晶（糖鎖医工学研究センター） 
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［研究担当者］栂谷内 晶、梶 裕之（常勤職員2名） 

［研 究 内 容］ 
目的： 

 糖転移酵素遺伝子を欠損したモデル動物（マウス）は、

多様な生物機能（表現型）の異常を認める。その生体メ

カニズムを解析する上で、対象糖転移酵素が標的とする

（合成に関与する）糖タンパク質を同定することは非常

に重要な情報である。本研究では、基幹的糖鎖構造の一

つであるポリラクトサミン糖鎖合成に関与する糖転移酵

素（ポリラクトサミン合成酵素）遺伝子ノックアウトマ

ウス（KO マウス）の細胞・組織を用いて、各種解析を

することによって、生合成されるポリラクトサミン糖鎖

の標的分子と機能の解明を試みるものである。 

研究内容： 

 ポリラクトサミン糖鎖の発現に関する基礎的な知見に

関しては、未だ不足していると考えられるため、まず始

めにポリラクトサミン糖鎖のキャリア分子の同定を目的

とした。そこで本研究では、KO マウスと野生型マウス

から、それぞれ糖鎖キャリア分子（糖ペプチド）をポリ

ラクトサミン糖鎖に特異的なレクチンを用いて捕集し、

これらの比較グライコプロテオーム解析を行うことによ

り、ポリラクトサミン合成酵素に特異的な標的タンパク

質の大規模同定を進める。 

 これまで、ポリラクトサミン糖鎖のキャリア糖タンパ

ク質を効率的に捕集するための系（レクチンアフィニテ

ィーなどによる捕集の系）の構築を行ってきた。まず、

ポリラクトサミン糖鎖に結合するレクチンを選択し、こ

れを用いてアフィニティーカラムを作製した。まずは野

生型マウスを用いて、キャリア分子の網羅的な同定を試

みた。このカラムに細胞抽出物を通した後に溶出し、解

析を行った。当該の溶出物をレクチンブロットで確認し

たところ、ポリラクトサミン糖鎖を含む糖鎖構造を有す

る糖タンパク質群が濃縮されていると考えられた。予備

的に行ったグライコプロテオーム解析技術により、野生

型マウス B 細胞からは50以上の糖タンパク質分子を同

定したが、まだレクチン捕集あるいは溶出の効率が悪い

と考えられるため、現在も継続して系のブラッシュアッ

プを行うと同時にキャリア分子の同定を継続して行って

いる。 

［分 野 名］ライフサイエンス 

［キーワード］糖鎖、糖タンパク質、糖鎖機能、グライ

コプロテオミクス、ポリラクトサミン合

成酵素、遺伝子ノックアウトマウス 

 

［研 究 題 目］薄膜シリコン太陽電池の高性能化に向

けたプラズモニックリフレクタの開発 

［研究代表者］近藤 道雄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］齋 均（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 近年、金属ナノ粒子が有する光との強い相互作用が注

目され、プラズモニクスという新しい学術領域が生まれ

ている。この技術は、薄膜太陽電池の光閉じ込めを高度

化する新しい手法となる可能性も秘めている。特に、銀

ナノ粒子は光と強く相互作用するため、大きな光散乱断

面積を持ち、散乱される波長をナノ粒子の形状や大きさ

によって制御できる特徴がある。このような観点から、

本研究では高度に制御した銀ナノ粒子を配置したプラズ

モニック基板を薄膜シリコン太陽電池に適用し、その光

閉じ込め効果を確認することを目指した。英国サウサン

プトン大学のグループが電子線描画法を用いてプラズモ

ニックリフレクタの開発を、産総研が太陽電池作製及び

評価を実施した。開発の結果、下記の成果が得られた。 

１）プラズモニック基板を用いた薄膜微結晶シリコン太

陽電池において、平坦基板に較べて EQEの長波長側で

顕著な改善が認められ、銀ナノディスクによる太陽電

池内部で光散乱効果の寄与が確認された。 

２）プラズモニック基板を用いた電池では、高い平坦性

の効果で開放電圧（VOC）や曲線因子（FF）を維持し

たまま短絡電流密度（JSC）のみ向上しており、結果

として発電効率を向上させることができた。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、半導体、光閉じ込め、プラズ

モン 

 

［研 究 題 目］クライアントおよびサーバ双方からの情

報漏えいを防止するアクセス制御技術の

研究開発 

［研究代表者］須崎 有康 

（セキュアシステム研究部門） 

［研究担当者］須崎 有康、古原 和邦、八木 豊志樹 

（常勤職員2名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 ネットワーク暗号化の普及により、情報漏えいはネッ

トワークではなく、プロバイダ管理者からの覗き見や利

用者のクライアント端末を経由したものが多くなってい

る。クライアント端末経由からの漏えいは不用意な印刷

や画面のカットアンドペーストからも起こる。これらを

解決するためにインターネットで公開するファイルが手

元のクライアントから漏えいせず、且つサーバからも漏

えいさせないアクセス制御技術を開発する。2年目に当

たる本年度は3つに分けた下記の構成要素の開発、およ

び全体統合を見据えた連携インターフェースの作成を行

った。 

「(1) サーバから情報が漏えいしない技術」のために、

サーバの預けるファイルは ANOT（All Or Nothing 
Tranfrom）による暗号化、Reed-Solomon による冗長

化および複数サーバへの分割、細かいピースに分割する

重複除外など機能を付けたインターネット対応仮想ディ

スクを開発した。 
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「(2) クライアント端末からの情報が漏えいしない技術」

のために(1)で開発するインターネット対応仮想ディス

クに対してアクセスコントロールを加えた。アクセスコ

ントロールにより、仮想ディスク内のファイルはアプリ

ケーションが開くことができるが、ファイルを他のスト

レージに保存すること、印刷すること、画面のカットア

ンドペーストすることを禁止する技術（NonCopy）を

適用可能とした。 

「(3) ドライバへの攻撃検出および鍵の無効化による高

信頼クライアント技術」のためにハイパーバイザーのメ

モリ改ざんを検知する技術の開発、および攻撃者がクラ

イアント端末に記録されているデータと通信路を流れた

データの両方を入手し解析できたとしてもそこに格納さ

れている鍵の特定が困難であり、かつ、鍵の無効化と再

発行を可能とする鍵管理機能（LR-AKE: Leakage-
Resilient Authenticated Key Exchange）に対するイン

ターフェースの開発を行った。 

 上記の3つの技術は最終年度に統合され、一つのスト

レージシステムとすることで、クライアントおよびサー

バ双方からの情報漏えい防止を可能にする。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］クラウドストレージ、情報漏えい対策、

鍵管理、仮想化 

 

［研 究 題 目］サブバンド間遷移素子を用いた多値位相

変調光信号処理の研究開発 

［研究代表者］鍬塚 治彦（ネットワークフォトニクス

研究センター） 

［研究担当者］秋本 良一、小笠原 剛、牛頭 信一郎、 

土田 英実、物集 照夫 

（常勤職員4名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 コア・メトロフォトニックネットワークで適用が拡大

する多値位相変調光信号を超小型、低消費電力で処理す

るための技術の確立を目的として研究を進めている。超

小型を実現するため、他の通信用光半導体素子や電子回

路と集積可能で、低消費電力を実現するため、パッシブ

動作が可能な、AlAsSb/InGaAs サブバンド間素子を用

い、光パスネットワークシステムや、位相多値変調・光

時分割多重複合システムにおいて不可欠な光信号処理技

術の確立を目指している。 

 サブバンド間遷移素子の高効率化に関する研究、サブ

バンド間遷移素子による多値位相変調信号光信号処理の

実証、の二つのサブテーマに分けて研究を進めた。 

 サブバンド間遷移素子の高効率化に関する研究につい

ては、23年度までの高効率化の検討結果や、他のプロジ

ェクトで進めてきた集積化構造等に鑑み、集積化構造に

向けた結晶成長の研究を進めた。Al の組成が少なく、

Sb の含まれない量子井戸構造で、ISBT を実現できる

可能性を見出した。 

 サブバンド間遷移素子による多値位相変調信号光信号

処理の実証においては、デジタル信号処理回路による多

値位相変調の処理の一部を、光信号処理で肩代わりする

可能性の検討を行い、四光波混合による光信号処理の可

能性を見出した。四光波混合による光信号処理の一つと

して、ISBT 素子による、20Gbps-QPSK 信号の波長変

換の実証実験に初めて成功した。 

 以上、本年度の数値目標である、シンボルレート

40G-symbol/s の DQPSK 位相変調信号を、OTDM で 4

重化して 160G-symbol/s の信号とし、この信号のタイ

ミング抽出の実現という目標は達成できなかったものの、

デジタル信号処理の置き換えの可能性を検証し、震災の

影響により昨年度まで遅れていた 20Gbps-QPSK 信号

の波長変換の実証に成功した。 

［分 野 名］情報通信・エレクトロニクス 

［キーワード］サブバンド間遷移素子、多値位相変調光

信号、光信号処理 

 

［研 究 題 目］ソリューションプラズマ法を用いる新規

且つ低コストな貴金属製造技術の開発 
［研究代表者］松田 直樹（生産計測技術研究センター） 

［研究担当者］松田 直樹（常勤職員1名、他1名） 

［研 究 内 容］ 

 水溶液等の液中でプラズマを発生させるソリューショ

ンプラズマ（solution plasma : SP）法は、電源と電極

が必要なだけで低価格であり、金属ナノ粒子合成に際し

て還元剤等を用いる必要がないため低環境負荷である。

我々は既に貴金属を電極として SP を発生させることで

直接電極から貴金属 NP を合成することに成功し、ソリ

ューションスパッタ法と称している。分散剤を添加しな

くても金ナノ粒子（AuNP）が数週間にわたって分散し

た状態を保つ事が特徴である。近年、電子部品用貴金属

ナノインクへの需要が高まっており、本研究では SP 法

を用いて合成した貴金属 NP 分散水溶液を濃縮しナノイ

ンクを製造する。プラズマ条件を検討し貴金属 NP を大

量に合成し、更にその水溶液の濃縮条件を検討し、新規

且つ工業的に低コストな貴金属ナノインクの製造法を開

発する事が目標である。 

 Au 電極を発生電極として5%過酸化水素水中で SP を

生じさせた。印可したパルス電圧の条件は、周波数が

20kHz、パルス幅が2µsec、一次電圧が110V である。

SP 発生後すぐに溶液が透明から赤ワインの様な赤紫色

に変化し始め、徐々に濃い色へと変化した。溶液中には

過酸化水素と水しか含まれていない。 

 SP 法の条件を変え AuNP を合成した。特に放電電圧

を上げると AuNP 合成速度が増加することはわかった。

電圧が高過ぎると SP 中で AuNP 間の融着が発生した。

特に2kV 以上で放電を行った場合はいったん合成され

た AuNP が数～数十個つながった一次元ナノワイヤー

状、あるいは数百個程度二次元的に連結したナノネット
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上の構造物が形成された。現在は50mL のセル中で5分

間で20mg 程度の AuNP 合成に成功しており、AuNP
分散水溶液中の Au 濃度は0.04%程度である。この時点

では分散剤は添加していない。遠心分離に代わる方法と

して有機溶媒を用いた液々抽出法を検討した。例えばト

ルエンと PVP を組み合わせた場合、100倍程度の濃縮

は簡単に行えることが分かった。その後、2,000rpm 程

度で遠心分離することで更に2～3倍程度の濃縮が行える

ため、10%程度の AuNP 分散溶液の調製に成功した。 

［分 野 名］計測・計量標準 
［キーワード］ナノインク、貴金属ナノ粒子、ソリュー

ションプラズマ 

 
［研 究 題 目］テラワット PV 世代の薄膜太陽電池技術

の開発／新材料の探索と太陽電池技術の

開発 

［研究代表者］仁木 栄 

（太陽光発電工学研究センター） 

［研究担当者］仁木 栄、柴田 肇、反保 衆志 

（常勤職員3名） 

［研 究 内 容］ 

 地球上に豊富に存在する元素（Cu、Fe 等）を用いた

カルコゲナイド新材料に注目し、その太陽電池作製技術

とデバイス高性能化技術を開発する。希少金属の使用量

削減と、安価な製膜・デバイス化手法の開発によって製

造コストの大幅な低減を図り、コスト競争力が高く資源

戦略性に優れた“ロバスト”な薄膜太陽電池技術を確立

することを目指す。 

 2012年度は材料のスクリーニングを主な目的とし、

太陽電池に適した材料の探索を行った。具体的には、

Cu、Fe 等の元素を用いた太陽電池のスクリーニングを

行い、Cu-Fe-S（Se）系、Fe-S 系などの材料を検討し

た結果、特に CuFeS2という化合物に注目して研究を行

う指針を得た。また CuFeS2の製膜装置の開発を行った。

製膜方法には、既に我々が長い経験を蓄積しており、温

度やフラックスの制御性に優れる多元蒸着法を採用した。

また、Fe の供給源には、当グループで開発した高純度

Fe 原料を用いた。開発した製膜装置を使って実際に

CuFeS2の製膜実験を行い、フラックス比、基板温度等

を精密に制御することによって、異相の混入のない

CuFeS2薄膜の作製技術を開発することに成功した。 

［分 野 名］環境・エネルギー   

［キーワード］太陽電池、化合物半導体 
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２．事業組織・本部組織業務 

 産総研発足時に、旧工業技術院傘下の各研究所等に分散していた研究関連業務、管理業務等を可能な限り集中し、

研究開発を支援する業務を担う「研究関連・管理部門等」を設置した。電子化・ネットワークを活用した事務処理に

より各業務の効率化・迅速化を図り、無駄のない業務運営を行っている。また、各業務の実績と運営状況を常に把握

し、評価結果、社会状況を踏まえた経営判断により、コンプライアンス対応体制や産学官連携体制の強化、個人情報

保護のための体制整備等最適な体制に向けて不断の見直しを行っている。 

 平成22年10月に組織及び業務体制の見直しを行い、研究開発の支援業務に携わる従前の「研究関連・管理部門等」

から、より効率的かつ質の高い研究支援体制（「事業組織」及び「本部組織」）へ変更した。 

 

(1) 事業組織 

 「研究関連・管理部門等」に集中処理していた業務の一部を、現場で判断し、迅速に執行すべく、一体的かつ自

律した業務執行体制を確立した。具体的には、「事業組織」のトップ（「管理監」、「地域センター所長」）の下に、

「研究業務推進部」又は「研究業務推進室」を配置するとともに、地域センターにおいては、所長の下に、「産学官

連携センター」を配置した。 

【事業組織】 

・東京本部 

・北海道センター 

・東北センター 

・つくばセンター（つくば中央第一事業所、つくば中央第二事業所、つくば中央第三事業所、つくば中央第四事業所、

つくば中央第五事業所、つくば中央第六事業所、つくば中央第七事業所、つくば西事業所、つくば東事業所） 

・臨海副都心センター 

・中部センター 

・関西センター 

・中国センター 

・四国センター 

・九州センター 

 

＜凡 例＞ 

地域拠点名（English Name） 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
所在地：住所 

代表窓口：TEL：、FAX： 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
機構図 

（3/31現在の役職者名） 
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１）東京本部（AIST Tokyo Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒100-8921 東京都千代田区霞が関1-3-1 

代表窓口：TEL：03-5501-0900 

人 員：53名（32名） 

 

概 要： 

 産業技術総合研究所は、それぞれの地理的な特長を

生かした活動を行い効率的な運営を行っている。東京

本部を行政との接点、情報収集、広報活動の拠点とし

て産総研の機動的な活動に有効に活用するとともに、

研究現場と隣接して配置され、産学官連携、国際、研

究業務推進等の効率的な組織運営を行っているつくば

センターをはじめとする他の事業組織等とテレビ会議

システムの活用等により、有機的・効率的連携を図っ

ている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[東京本部] 管理監  進藤 秀夫 

   [総務室] 室長  小野瀬 克信 

         

   [企画本部] 

--------------------------------------------------------------------------- 
総務室（General Affairs Office） 

（東京本部） 

概 要： 

 東京本部における職員等の勤務・服務管理、文書管

理、安全衛生管理、施設管理等定常的な庶務業務を行

うとともに、役員の秘書業務及び官庁との事務連絡等

の業務を行っている。 

 

２）北海道センター（AIST Hokkaido） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒062-8517 札幌市豊平区月寒東2条17丁目2-1 

代表窓口：TEL：011-857-8400、FAX：011-857-8900 

サイト：札幌大通りサイト 

（住所：〒060-0042 札幌市中央区大通西5丁目8 

 TEL：011-219-3359、FAX：011-219-3351） 

人 員：65名（48名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所北海道センターは、地域の中核

研究機関として、「バイオものづくり」を研究戦略と

した研究拠点の構築とともに、北海道経済産業局が推

進する「北海道バイオイノベーション戦略」と連携し

たバイオ産業の活性化や、新産業創出に資するための

地域連携拠点の構築を目指している。また、メタンハ

イドレート研究センターは、メタンハイドレート資源

の利活用を目指すナショナルプロジェクトの中心的な

役割を担っている。 

研究拠点の強化として生物プロセス研究部門では、

植物工場を活用した農商工連携、微生物による物質生

産プラットフォームの開発などバイオテクノロジーを

応用した研究を推進している。植物工場の研究では、

民間企業との共同研究により動物用医薬原料製造の商

業応用へ向けた展開を進めてきた。また、平成24年度

に、関係機関の協力により財団が運営する「グリーン

ケミカル研究所」が敷地内に建設され、産総研の植物

工場と連携した世界的な植物バイオ研究拠点が形成さ

れた。この他に、組換え微生物の遺伝子設計技術が経

産省プロジェクト「革新的バイオマテリアルを実現す

るための高機能ゲノムデザイン技術開発」（H24年度～

H28年度）に採択され、北海道センターに集中研を置

き、研究開発事業を開始した。 

地域連携拠点の強化として、道内4国立大学法人、4

高専、市立大、公設・独法研究機関、経済産業局、自

治体、経済団体等23機関と協力してＲ＆Ｂパーク札幌

大通サテライトの運営を支援し、企業の技術開発、新

事業創出のための各種相談に対するワンストップサー

ビス、セミナー・交流会等の人的交流を促進する場の

提供など、産業界および行政と産総研との連携強化を

図ってきた。平成24年度のサテライトの利用者数は

3,587人、技術相談の件数は169件であった。 

 また、北海道センター独自の活動として「バイオテ

クニシャン育成事業」を実施し、専門学校生を受け入

れ、バイオ技術者としての人材育成支援を推進してき

た。平成24年度は7名の研修を修了し、この10年間で

総数36名のバイオテクニシャンを輩出してきた。 

 広報活動として、産総研本格研究ワークショップ、

産総研北海道センター講演会（全4回）等の開催、ビ

ジネス交流会等のイベント出展（他3件）、近隣住民を

対象にした一般公開の実施や年間を通じた見学者

（312名）の受入などを行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[北海道センター]    

     所  長   松岡 克典 

     所長代理   扇谷  悟 

 [北海道産学官連携センター] 

     センター長  (兼)松岡 克典 

    産学官連携イノベーションコーディネータ 

            太田 英順、千葉 繁生 

     総括主幹   中川 充、永石 博志 

 

 [北海道研究業務推進室] 

     室長   尾崎 ひろ美 

     総括主幹 横田 久美子 

 [生物プロセス研究部門]  

 [メタンハイドレート研究センター]  
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３）東北センター（AIST Tohoku） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒983-8551 仙台市宮城野区苦竹4-2-1 

代表窓口：TEL:022-237-5211、FAX：022-236-6839 

（サイト） 

仙台青葉サイト（東北サテライト） 

〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-7-17 

TEL：022-726-6030、FAX：022-224-3425 

人 員：43名（31名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所東北センターは、東北経済産業

局が推進する産業クラスター計画「TOHOKU ものづ

くりコリドー」と連携しながら地域産業の振興に向け

て、東北地域における研究拠点および連携拠点として、

先端的な低環境負荷型化学プロセス分野の COE 化を

目指すとともに、東北6県の公設研との連携を基軸に

した広域連携のハブ機能としての役割を果たしている。 

 当センターには、環境負荷の小さい機能性材料の開

発と低環境負荷かつ省エネルギー型の化学プロセス技

術の研究開発を集中的に実施し、これらの新素材・化

学プロセスのシステム化を目指す「コンパクト化学シ

ステム研究センター」が置かれている。また、当セン

ターの研究成果をもとに化学産業分野におけるエネル

ギー多消費型化学プロセスから省エネルギー・省資

源・低環境負荷型化学プロセスへの革新的転換を目指

した技術開発と、実用化及び新しい産業創出を目的と

して企業会員70社が参加する「グリーンプロセスイン

キュベーションコンソーシアム（GIC）」を組織し、

産学官連携活動による産業ニーズと研究シーズのマッ

チングの促進を図っている。GIC では、研修セミナ

ーを開催するなど研究情報の交流促進に努めており、

その結果、会員企業との共同研究は24件に達し、研究

ユニットのシーズを核とした連携強化が図られている。

さらに、特に当センターが開発した粘土膜系新素材

「クレーストⓇ」の実用化に向けた取り組みを促進す

るコンソーシアム「Clayteam」では、企業会員50社

の参画により具体的な製品づくりを積極的に進めてい

る。また、東北地域のものづくり産業基盤を支える各

種計測技術に関して、東北分析・計測科学技術コンソ

ーシアム（TCAST）を組織し、計測関連技術力の向

上に向けた活動を行っている。 

 また外部研究機関との共同研究、受託・委託研究、

技術研修、研究助成金等に係わる契約業務、フェロー

シップや研究交流（派遣・招へい）等の手続きの円滑

化、さらには質の高い特許取得のための弁理士相談を

積極的に推進している。 

高温高圧実験室、防塵室、除振室を備えた東北産学

官連携研究棟（とうほく OSL）では、平成24年度末

で、32実験・研究室が使用され、東北地域における新

たな産業技術創生のための研究開発が行われている。 

 主な成果普及活動としては、8月に東北センター一

般公開を開催し444名の来場者が訪れ、平成25年1月に

は産学官連携フェア2013Winter みやぎを経済団体等

と共催し、研究成果の紹介や技術相談を通して成果普

及に努めた。 

 市内連携オフィスとして設置している東北サテライ

トでは、産技連東北地域部会事務局、東北航空宇宙産

業研究会事務局、東北再生可能エネルギー研究会事務

局として、公設試験研究機関・大学・企業との連携業

務の中核として活動するとともに、産総研全体の新し

い研究成果を東北地域産業界に発信する「新技術セミ

ナー」をほぼ毎月開催した。また、市民向け科学普及

事業として「まちなかサイエンス」をほぼ毎月開催す

ると共に、7月には東北大学等と「学都『仙台・宮

城』サイエンス・デイ」を共催した。さらに積極的な

企業訪問を行う「東北コラボ100」を各県の公設試験

研究機関の協力のもとに行うなど、連携活動を強化し

た。 

 

業務報告データ： 

○刊行物 

名 称（Vol．No．） 刊行区分 発行部数 

産総研東北 Newsletter 
 No.37～38 

不定期 900部/回 

 

○主な行事（主催・共催・協賛） 

開催年月日 名   称 

24.4.24 GIC 平成24年度総会及び特別講演会 

24.5.9 
第11回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

24.5.10 第15回産総研・新技術セミナー 

24.5.21 GIC 第1回研究開発相談会 

24.5.24～5.25 
Clayteam 平成24年度総会及び第9回

Clayteam セミナー 

24.6.4 
平成24年度 産業技術連携推進会議 

東北地域部会 総会・幹事会 

24.6.14 第16回産総研・新技術セミナー 

24.6.27 
第12回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

24.7.3 GIC 第29回研修セミナー 

24.7.9 第17回産総研・新技術セミナー 

24.7.15 
学都「仙台・宮城」サイエンス・デ

イ2012 

24.7.31～8.1 
第13回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス（東北センタープレ一般公開） 

24.8.4 
独立行政法人産業技術総合研究所東

北センター 一般公開 

24.8.6 

産業技術連携推進会議 東北再生可

能エネルギー研究会 平成24年度第

1回講演会 
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24.8.22 
Clayteam 第10回 Clayteam セミナ

ー 

24.9.3 第18回産総研・新技術セミナー 

24.9.18 GIC 第30回研修セミナー 

24.9.25 
第14回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

24.10.2 第19回産総研・新技術セミナー 

24.10.19 ～

10.21 
エコプロダクツ東北2012 

24.10.25 ～

10.26 
産総研オープンラボ2012 

24.10.31 ～

11.1 

産業技術連携推進会議 東北地域部

会秋季合同分科会 

24.11.2～11.3 おおさき産業フェア2012 

24.11.5 第20回産総研・新技術セミナー 

24.11.13 

Clayteam 第11回 Clayteam セミナ

ー /The 3rd International 
Symposium on Advanced 
Composite Materials 

24.11.19 
産総研本格研究ワークショップ in
秋田 

24.11.19 ～

11.21 

GIC 仙台マイクロナノ国際フォーラ

ム 2012/GIC 特別セミナー 

24.11.26 GIC 第2回研究開発相談会 

24.12.4 TCAST 基礎セミナー 

24.12.5 
第15回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

24.12.7 GIC 第31回研修セミナー 

24.12.13 第 21回産総研・新技術セミナー 

24.12.17 第 22回産総研・新技術セミナー 

24.12.20 

産業技術連携推進会議 東北再生可

能エネルギー研究会 平成24年度第

2回講演会 

25.1.11～1.20 
工芸 Design の原点－仙台発・国立

工藝指導所をめぐる物語－ 

25.1.17 
産学官連携フェア2013winter みや

ぎ 

25.1.22 第 23回産総研・新技術セミナー 

25.2.2 
第16回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

25.2.14 
Clayteam 平成24年度総会／第12回

Clayteam セミナー 

25.2.19 第 24回産総研・新技術セミナー 

25.2.20 

産業技術連携推進会議 東北再生可

能エネルギー研究会 平成24年度第

3回講演会 

25.2.26 
GIC 平成24年度報告総会／第32回研

修セミナー 

25.3.6 

産業技術連携推進会議 東北航空宇

宙産業研究会総会及び第2回東北航

空宇宙産業広域連携フォーラム2012 

25.3.8 TCAST 平成24年度総会・講演会 

25.3.13 
第17回産総研・仙台まちなかサイエ

ンス 

25.3.15 
平成24年度 東北大学－産総研 連

絡協議会 

25.3.21 
産業技術連携推進会議 東北地域部

会 放射線担当者会議 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

所  長：原田 晃 

所長代理：松永 英之 

 

  ［東北産学官連携センター］ 

  センター長：(兼) 原田 晃 

  イノベーションコーディネータ： 

(兼)松永 英之 南條 弘 

 

  ［東北研究業務推進室］  

   室 長：佐藤 学  

  ［コンパクト化学システム研究センター］ 

 
 
４）つくばセンター（AIST Tsukuba） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒305-8561 茨城県つくば市東1-1-1 

人 員：2,254名（1,759名） 

概 要： 

 産総研つくばセンターは、産総研全体の研究機能の

中核として、およそ70パーセントの施設や研究者が集

積した大規模研究拠点である。その特徴を生かし、幅

広い研究分野をカバーするとともに、分野を融合した

これまでにない新規研究分野の創出を目指している。

また、それらの研究ユニットとともに本部組織・事業

組織の大部分が集中配置され、東京本部との密な連携

によって、産総研の中枢を担う役割を持っている。 

 つくばセンターは、全国に展開する地域センターと

連携して、また、その立地する茨城県やつくば市そし

て首都圏の大学・研究機関・民間企業とも密接な連携

を進め、研究人材の供給や研究成果の移転を促進する

役割を果している。地域から国際社会までを視野に入

れて、社会や産業界が直面している困難な問題につい

て、科学技術の立場から解決策を提供している。 

 また、つくばセンターは、つくば地域に展開する最

大規模の研究所の一つとして、地域の環境と安全への

取り組みも行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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機構図（2013/3/31現在） 

 

[つくばセンター]  所長 一村 信吾 

 

 [つくば中央第１] 管理監 三石 安 

      [第１研究業務推進室］ 

室長  小林 昭彦 

    [図書業務チーム] 

      

 [つくば中央第２] 管理監 立石 裕 

      [第２研究業務推進部］ 

部長  渡邉 修治 

 

 [つくば中央第３] 管理監 八瀬 清志 

      [第３研究業務推進室] 

          室長  助川 友之 

 

 [つくば中央第４] 管理監 三石 安 

      [第４研究業務推進室] 

          室長  吉川 正 

 

 [つくば中央第５] 管理監 中岩 勝 

      [第５研究業務推進部] 

          部長  向坪 均 

 

 [つくば中央第６] 管理監 織田 雅直 

      [第６研究業務推進室] 

    室長  谷川原 久明 

 

 [つくば中央第７] 管理監 矢野 雄策 

      [第７研究業務推進室] 

          室長  竹原 淳一 

 

 [つくば西]    管理監 長谷川 裕夫 

      [西研究業務推進部] 

          部長  小松﨑 実 

           

 [つくば東]    管理監 清水 敏美 

      [東研究業務推進室] 

          室長  浦井 聡子 

 [環境・エネルギー分野研究企画室] 

 [環境管理技術研究部門] 

 [環境化学技術研究部門] 

 [エネルギー技術研究部門] 

 [安全科学研究部門]  

 [水素材料先端科学研究センター] 

 [新燃料自動車技術研究センター]  

 [メタンハイドレート研究センター] 

 [先進パワーエレクトロニクス研究センター] 

 [太陽光発電工学研究センター] 

 [ライフサイエンス分野研究企画室] 

 [生物プロセス研究部門] 

 [バイオメディカル研究部門] 

 [ヒューマンライフテクノロジー研究部門] 

 [糖鎖医工学研究センター] 

 [幹細胞工学研究センター] 

 [情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室] 

 [知能システム研究部門] 

 [情報技術研究部門] 

 [ナノエレクトロニクス研究部門] 

[電子光技術研究部門] 

 [セキュアシステム研究部門] 

[ネットワークフォトニクス研究センター] 

[ナノスピントロニクス研究センター] 

[サービス工学研究センター] 

[フレキシブルエレクトロニクス研究センター] 

[ナノデバイスセンター] 

[ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画室] 

[先進製造プロセス研究部門] 

[ナノシステム研究部門] 

[ナノチューブ応用研究センター]  

[集積マイクロシステム研究センター] 

[ダイヤモンド研究ラボ] 

[計測・計量標準分野研究企画室] 

[計測標準研究部門] 

[計測フロンティア研究部門] 

[計量標準管理センター] 

[地質分野研究企画室] 

[地圏資源環境研究部門] 

[地質情報研究部門] 

[活断層・地震研究センター] 

[地質調査情報センター] 

[地質標本館] 

[企画本部] 

[コンプライアンス推進本部] 

[イノベーション推進本部] 

  [イノベーション推進企画部] 

  [知的財産部] 

  [産学官連携推進部] 

  [国際部] 

  [ベンチャー開発部] 

  [国際標準推進部] 

  [つくばイノベーションアリーナ推進部] 

  [イノベーションスクール] 

[研究環境安全本部] 

  [研究環境安全企画部] 

  [環境安全管理部] 

  [研究環境整備部] 

  [情報環境基盤部] 

[総務本部] 
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  [業務推進支援部] 

  [人事部] 

  [財務部] 

  [ダイバーシティ推進室] 

[評価部] 

[広報部] 

--------------------------------------------------------------------------- 
研究業務推進部室 
（General Affairs Division/Office） 
（つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第3、つ

くば中央第4、つくば中央第5、つくば中央第6、つくば

中央第7、つくば西、つくば東） 
概 要： 
 つくばセンターの各事業所研究業務推進部室は、研

究支援業務、職員等の勤務及び服務管理、物件の調達

業務、施設及び設備等の管理等の業務、環境及び安全

衛生の業務等を行っている。 

 これらの業務を迅速に行うことにより、効率的な組

織運営を図っている。 

 

図書業務チーム（Library Office） 
（つくば中央第1、つくば中央第2、つくば中央第3、つ

くば中央第5、つくば中央第6、つくば中央第7、つくば

東、つくば西） 
概 要： 
 研究活動を行うために不可欠な情報源である学術雑

誌の収集・管理、文献情報の提供、各図書室の運営、

各図書室からの図書情報の一元管理を行っている。 

 オンラインジャーナルによるサービスの提供、文献

データベースの利用促進並びに所蔵データの整理・統

一を推進している。 

 
５）臨海副都心センター 
  （AIST Tokyo Waterfront） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒135-0064 東京都江東区青海二丁目3番地26号 

人 員：75名（56名） 

概 要： 

産業技術総合研究所臨海副都心センターは、文部

科学省及び経済産業省の連携協力によって整備され

た国際研究交流大学村に、産学官連携の役割を担う

研究拠点として、平成13年4月1日に設置された。当

センターは国内外産学官各分野の一線級研究者によ

る多様な研究に対応できるフレキシビリティの高い

空間を設けている。 

平成17年4月からは、産学官連携の研究拠点を拡張

し、新たにバイオテクノロジーと情報工学の融合研

究のための施設として、バイオ・IT 融合研究施設の

運用を開始し、技術者等の人材育成から最先端の研

究開発まで積極的な事業活動を展開している。 

そして6つの研究ユニット（生命情報工学研究セン

ター、バイオメディシナル情報研究センター、デジ

タルヒューマン工学研究センター、サービス工学研

究センター、バイオメディカル研究部門、ユビキタ

スエネルギー研究部門）が、新産業の創出や市場拡

大につながる独創的かつ先端的技術シーズの研究開

発とともに国内外の研究者との交流や研究成果の情

報交換を行っている。 

 当センターへは、平成24年度に内外の大学・企業・

政府関係者等約780名が視察に訪れており、国際的な

産学官による研究交流拠点としての役割を果たしてい

る。 

平成24年度における外部機関と行った連携研究は、

共同研究112件、受託研究32件である。 

 また、展示コーナー（サイエンス・スクエア臨海）

を平日に公開するとともに、国際研究交流大学村を舞

台に開催された、サイエンス・アゴラ2012開催に合わ

せて臨海副都心センターの一般公開を実施するなどの

広報活動を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［臨海副都心センター］所  長 八木 康之 

所長代理 伊藤 日出男 

   ［臨海副都心研究業務推進部］ 

      部  長 上野 俊夫 

 ［臨海副都心産学官連携センター］ 

センター長 (兼) 八木 康之 

 

   ［生命情報工学研究センター］ 

 ［バイオメディシナル情報研究センター］ 

 ［デジタルヒューマン工学研究センター］ 

 ［サービス工学研究センター］ 

   ［バイオメディカル研究部門］ 

   ［ユビキタスエネルギー研究部門］ 

 
６）中部センター（AIST Chubu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒463-8560 

    名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-98 

代表窓口：TEL:052-736-7000、FAX:052-736-7400 

サイト：名古屋駅前サイト： 

    〒450-0002名古屋市中村区名駅4丁目4-38 

    TEL：052-583-6454 

人 員：143名（118名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所中部センターは、ものづくり産

業が高度に集積した中部地域における研究開発ゾーン

の一つである「なごやサイエンスパーク」に立地し、

その中核的研究機関となっている。当センターは、地
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域における伝統的なものづくりである窯業や機械・金

属に関わる技術の開発を出発点として発展し、ファイ

ンセラミックスや金属などの工業材料の創製・部材化

とそのプロセス技術を軸として研究開発を行い、新産

業の創生と産業競争力強化に寄与してきている。当セ

ンターは、現在、先進製造プロセス研究部門、サステ

ナブルマテリアル研究部門及び計測フロンティア研究

部門を擁し、持続的発展可能な社会の構築に貢献でき

る産業技術を確立するため、材料・プロセス・計測評

価技術に関わる高度な研究を展開している。また、中

部における産業政策の展開に貢献するため、中小企業

のものづくり基盤技術の高度化支援事業等に協力・支

援するとともに、地域の企業・大学・公設研と連携し、

各種研究開発事業への提案を行っている。 

 連携・協力提携協定を締結した名古屋大学および名

古屋工業大学それぞれと連携協議会を開催すると共に、

連携強化のため技術交流会や共同研究構築のための

FS 調査研究を実施した。地域の公設試験研究機関と

は産業技術連携推進会議の活動を通じ、産総研を中核

とした連携を構築するための活動を展開した。中部地

域における産学官連携に携わる機関が活動拠点を共同

で運営することにより、当地域のイノベーションの創

出基盤の強化に資することを目的として、平成20年度

に関係の7機関（平成22年度より8機関）により設置し

た「名古屋駅前イノベーションハブ」を活用し、ワン

ストップサービスが可能な企業向けの技術相談事業を

実施するとともに、各種イベントを開催した。平成24

年度の代表的な活動状況を以下に示す。 

 中部センター所属の3研究ユニットと合同で中部セ

ンター研究発表会・オープンラボを開催し、33件の研

究発表と11件の研究現場紹介を行った。研究発表会に

は昨年度より多い373名の、オープンラボには165名の

参加者があり、中部センターの研究動向をアピールし

た。また「TECH Biz EXPO 2012」（来場者18,986

名）において、産総研中部センターならびに中部地域

の公設試験研究機関が各機関の紹介やシーズ・連携成

果等の展示を合同で行う「産総研中部センターと歩む

産業技術展／中部地域公的研究機関 EXPO2012」を

開催した。北陸地域でのシーズ発信活動として富山市

で技術普及講演会（参加者37名）を開催した。産総研

の技術シーズを定期的に発信する技術シーズ発表会を

昨年度に引続き行った。科学技術の啓蒙活動として8

月に一般公開を開催した（参加者2,932名）。本年度の

延べ見学者数は309名に達している。 

 知的財産権の取得を積極的に推進し、国内特許34件、

外国特許12件を出願した。技術相談件数は540件あっ

た。 

 産業界をはじめとする外部機関との連携も積極的に

展開し、共同研究265件、委託研究1件、受託研究19件

を行った。大学とは、連携大学院の拡充強化に努め、

10大学（名古屋工業大学、岐阜大学、大同大学、名城

大学、中部大学、愛知工業大学、長岡技術科学大学、

上智大学、北海道大学、金沢工業大学）に13名の教授

と2名の准教授が就任している。平成22年度から愛知

県が開始した「知の拠点あいち」重点研究プロジェク

トに、中部センターからも21名の研究者が加わり、

「低環境負荷型次世代ナノ・マイクロ加工技術の開

発」と「超早期診断技術開発プロジェクト」に取り組

んだ。また、戦略的基盤技術高度化支援事業2テーマ、

復興促進プログラム（A-STEP）2テーマ、地域イノ

ベーション協創プログラム（震災復興技術イノベーシ

ョン創出実証研究事業）2テーマ、新あいち創造研究

開発補助事業1テーマに参加した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図(2013/3/31現在) 

 

［中部センター］所  長 鳥山 素弘 

        所長代理 山内 幸彦 

          （兼）村山 宣光 

          （兼）中村 守 

  ［中部産学官連携センター］ 

     センター長 (兼) 鳥山 素弘 

          副センター長   佐藤 憲司 

     イノベーションコーディネータ 

      渡村 信治、都築 明博、山田 豊章、 

（兼)山内 幸彦 

     連携主幹 

      粂 正市 

産業技術総括調査官 

（兼）都築 明博 

     総括主幹 

 林 永二、阪口 修司 

  ［中部研究業務推進部］部長 中島 義昭 

     [業務推進チーム]チーム長 中田 正人 他 

     [会計チーム]チーム長 寺島 広之 他 

     [研究環境安全チーム] 安田 進 他 

   先進製造プロセス研究部門 

   サステナブルマテリアル研究部門 

   計測フロンティア研究部門 

 

７）関西センター（AIST Kansai） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒563-8577 大阪府池田市緑丘1-8-31 

代表窓口：TEL：072-751-9601、FAX：072-754-1939 

サイト： 

尼崎支所：〒661-0974 兵庫県尼崎市若王寺3-11-46 

      TEL：06-6494-7854 

人 員：177名（147名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所関西センターは、旧大阪工業技
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術研究所、旧電子技術総合研究所大阪ライフエレクト

ロニクス研究センター、旧計量研究所大阪計測システ

ムセンター、旧地質調査所大阪地域地質センターの4

所を母体としている。 

 現在、当センターには、1研究ラボ（ダイヤモンド

研究ラボ）、4研究部門（ユビキタスエネルギー研究部

門、健康工学研究部門、計測標準研究部門、セキュア

システム研究部門）、及び関西産学官連携センター内

の1連携研究体が置かれている。 

 関西センターは、持続的発展可能な社会の実現、産

業競争力の強化、地域産業の発展への貢献を目指し、

健康な暮らしを支える技術、豊かな暮らしを創る技術、

安心・安全な暮らしを守る技術の生活に密着する研究

開発を推進している。 

 関西地域は、産業界とアカデミアが集積し産学官連

携が組みやすい構造にある。この特徴を活かし、産総

研の研究ポテンシャルを地域産業の振興に役立たせる

連携活動も積極的に展開している。 

 近畿経済産業局をはじめ、企業、大学、公的研究機

関、自治体、企業団体や研究開発支援団体などとの交

流・連携を深めている。 

 産総研の研究活動を紹介するため、「AIST 関西懇

話会」（相楽郡）、「ダイヤモンド・イノベーション・

クラブ」（池田市）、「第8回 UBIQEN フォーラム：次

世代電池の展望と拓かれる未来」（豊中市）、「本格研

究ワークショップ（関西）」（大阪市）、「鹿児島大学・

産総研関西センター研究シーズ連携発表会」（大阪市）、

「次世代ナノテクフォーラム：環境調和型ナノコンポ

ジット講演会／次世代色素・顔料（DP）講演会」（豊

中市）、「関西センター研究講演会「微生物研究が創る

未来」」（豊中市）、「Electro-Active Polymer (EAP) 
研究シンポジウム」（大阪市）等を開催した。 

 連携業務の平成24年度実績（共同研究209件、技術

研修99件、受託研究41件、国内特許出願（単願31件、

共願53件）、外国特許出願（単願17件、共願51件））は

活発な産学官連携の実態が表われている。 

 また、科学技術の啓蒙普及を主眼に開催した研究所

一般公開（尼崎7月26日：511名、池田8月3日：1550

名）、池田市教育特区事業による市内小学校への科学

教室や、全国の科学館や地方自治体等の要請による科

学教室を実施した（81回：6558名）。毎回多数の参加

者を得ており関西センターに寄せられている期待は大

きい。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[関西センター] 所  長 田口 隆久 

        所長代理 牧原 正記 

        所長代理 小林 哲彦 

        尼崎支所管理監（兼）山中 裕 

  [関西産学官連携センター] 

    センター長 （兼)田口 隆久 

    副センター長 (兼)牧原 正記 

    イノベーションコーディネータ 

        (上席)上原 斎、(兼)牧原 正記、 

        堀野 裕治、佐藤 義幸、山中 裕、 

        坪田 年、松原 一郎 

    総括主幹 齋藤 俊幸 他 

      [組込みシステム技術連携研究体] 

           連携研究体長 （兼）田口 隆久 

  [関西センター研究業務推進部] 部長 巽 一 

    総括主幹 上野 治 

    [業務推進チーム] チーム長 橋本 朗 

    [会計チーム]   チーム長 清水 潔 

    [研究環境安全チーム] チーム長 村岡 忍 

    [尼崎業務推進チーム] チーム長 篠岡 賢三 

 

  [ダイヤモンド研究ラボ] 

  [計測標準研究部門] 

  [健康工学研究部門] 

  [ユビキタスエネルギー研究部門] 

  [セキュアシステム研究部門] 

--------------------------------------------------------------------------- 
組込みシステム技術連携研究体 

（Collaborative Research Team for Verification and 
Specification） 

連携研究体長：（兼）田口 隆久 

（関西センター） 

概 要： 

24年度計画 

 平成19年度補正予算により関西センターに組込みシ

ステム検証に関する先端技術の研究施設をもうけるこ

ととなり、検証向きクラスターシステムを導入した。

これをきっかけに同施設の運用とそれに伴う技術移転、

および関連人材養成を目的に当連携研究体が発足した。 

平成24年度は、クラスターシステムを用いた検証技術

の適用と普及を加速すると共に、組込みシステム産業

振興機構との共同研究を軸として活動の拡大と深化を

図る。組込みシステム産業振興機構との共催による組

込みシステムアーキテクトの人材養成プログラム（組

込み適塾）を開催する。また機構の交流サロン、セミ

ナーと連携して関西産業界や国内他地域との情報交換、

産総研の活動や成果の紹介などを行う。 

 

24年度成果 

 クラスターシステムの運用については産学より6者

の施設利用があった。マイコンの復帰機能をモデル検

査にて検証したこと、モデル検査技術演習において標

準演習環境として参加者への資源提供を行ったことが

主な利用結果である。またクラスター資源の一部を使
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用して web ベースでモデル検査を行えるアプリケー

ションが稼働しており、クラスターシステムの能力に

触れる機会を提供している。組込み適塾に関しては東

北センターの協力のもと、試みとして遠隔受講による

東北地域からの講義参加を受け入れた。受講者数は関

西、東北合わせて延べ65名であった。他には、国内各

地域の組込み産業関連団体との連携強化を図る「全国

組込み産業フォーラム」、製品開発の現場で技術展示

を行う「出張展示会」などを組込みシステム産業振興

機構と開催した。 

 当連携研究体は本年度で終了するが、組込みシステ

ム産業振興機構との共同事業など活動の一部は関西産

学官連携センターとセキュアシステム研究部門で引き

続き進められる。 

 

８）中国センター（AIST Chugoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒739-0046 広島県東広島市鏡山3-11-32 

TEL：082-420-8230、FAX：082-423-7820 
人 員：36名（26名） 
概 要： 

 産業技術総合研究所中国センターは、中国地域にお

ける中核的な研究拠点として活動を展開しており、バ

イオマスリファイナリー研究センターでは木質系バイ

オマスからの化学品原料（ケミカル）、高性能複合材

料（マテリアル）、液体燃料を製造するための基盤技

術の研究開発を、地質情報研究部門沿岸海洋研究グル

ープでは瀬戸内海などの沿岸・閉鎖性水域の環境修復

のための研究を進めている。また産総研の中国地域に

おけるイノベーションハブ基地として、技術相談、中

小企業支援に注力するとともに、大学、公設研との連

携を推進している。 

 バイオマスリファイナリー研究センターでは、木質

系バイオマスからのセルロースナノファイバーなどの

製造および高性能複合材料としての利用、糖化酵素の

生産性向上と機能性向上、発酵により多様な有用物質

や液体燃料を製造するための基盤技術の開発を実施し

ている。また、木質系バイオマスをガス化した後、合

成ガスから、触媒合成によって BTL 軽油を製造する

プロセスの開発、微生物により有用物質やエタノール

に変換するプロセスの研究開発に取り組んでいる。 

 沿岸海洋研究グループでは、瀬戸内海沿岸環境技術

連携研究体を軸に現地観測、水理模型実験、数値シミ

ュレーション等の手法並びに阿賀臨海実験施設（呉市

阿賀）を活用し、流況改善やアマモ場再生による沿岸

域環境修復と環境評価の技術開発を推進した。 

 中国産学官連携センターは、中国経済産業局や中国

地域の公設研と連携して、地域産業の活性化に資する

べく、地域企業の課題を抽出し、それを産総研のシー

ズと結びつけるために、産総研中国センター友の会

（産友会）を立ち上げ、メルマガ発信等の活動を実施

した。さらに、産業技術連携推進会議中国部会、中国

地域産総研技術セミナー、中四国地域公設試験研究機

関研究者合同研修会等を開催するとともに、中国5県

公設研開放機器データを、中国センターホームページ

に公開した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[中国センター] 所  長   中村 修 

        所長代理(兼) 平田 悟史 

  [中国産学官連携センター] 

     センター長 (兼)  中村 修 

     副センター長    松井 眞一 

 

  [中国研究業務推進室] 

     室  長      関河 敏行 

  [バイオマスリファイナリー研究センター] 

   成分分離チーム 

   酵素利用チーム 

   微生物変換チーム 

   セルロース利用チーム 

   BTL プロセスチーム 

   実証・実用化チーム 

  [地質情報研究部門] 

   沿岸海洋研究グループ 

   瀬戸内海沿岸環境技術連携研究体 

 

９）四国センター（AIST Shikoku） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒761-0395 香川県高松市林町2217番地14号 

代表窓口：TEL：087-869-3511、FAX：087-869-3553 

人 員：33名（23名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所四国センターは、‘94.7月に香

川県が技術・情報・文化の複合拠点として旧高松空港

跡地に整備した「香川インテリジェントパーク」内に

立地し、「研究拠点」として健康工学研究部門の研究

成果や技術を活用した「健康関連産業の創生」に取り

組むとともに、「連携拠点」として全産総研のポテン

シャルを活用したものづくり基盤技術力の向上および

先端技術の導入による「ものづくり産業の競争力強

化」に取り組んでいる。 

 健康工学研究部門（平成22年4月1日設立 研究拠

点：四国センター、関西センター）は「人間の健康状

態を計測・評価し、その活動を支援するため、先端的

なバイオ技術と材料システム開発技術を融合し、健康

な生活の実現に寄与する技術を確立する」ことをミッ

ションとし、四国センターでは特に、1)バイオマーカ

ーの機能解析・同定とその検知デバイス技術開発、2)
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健康リスク計測・評価とリスクモニタリング技術の開

発を戦略課題として、境界型糖尿病マーカー、酸化ス

トレスマーカー、炎症性糖脂質マーカーなどの探索と

疾患予知診断のためのバイオデバイス開発、および感

染症の超早期診断機器の開発などに取り組んでいる。 

 四国地域の企業を中心に組織化した「四国工業研究

会」による研究成果の普及、工業技術の振興、産業の

発展を目指した活動や「健康ものづくり研究会」によ

るイノベーションコーディネータ等による個別企業と

の対話を重視した活動を実施した。 

産総研と経済局・自治体との情報共有を主とした連

絡会議に加え産業支援機関などの支援ツールの活用に

より企業の多様なニーズに応える「四国地域イノベー

ション創出協議会」の副事務局として活動した。 

「産業技術連携推進会議四国地域部会」では「食品

分析フォーラム分科会」を設立し、北海道センターを

はじめ各地域センター及び計量標準総合センターの協

力により、全国の17の公設試験研究機関の参加を得た。

本分科会では、食品中の機能性成分分析法のマニュア

ル作成及びフォーラム標準化に取り組んでいる。現在

までに、約80の分析法マニュアルをホームページ上に

公開している。 

四国内の6大学（連携協定締結大学：徳島大、鳴門

教育大、香川大、愛媛大、高知大、高知工科大）と産

総研との四国研究プラットフォームでは、「四国・住

みたいまちに生きる」をテーマに、大学の研究者が一

人の個人としてどのような社会に住みたいか、四国の

将来の社会を議論していただくことを目的として、ワ

ーキンググループで議論し、その内容を中間報告とし

て取りまとめた。 

香川インテリジェントパーク活性化のため、「イン

テレクチュアル・カフェ」を6回開催し、延べ209名の

参加があった。また、1月には、「本格研究ワークショ

ップ」を世界に羽ばたく技術の四国をテーマに、講演

会、ポスターセッション、技術相談会を開催し、236

名の参加があった。 

 その他、連携業務として、共同研究65件、受託研究

9件、技術相談517件、一般公開454名、セミナー開催、

見学の受け入れを実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［四国センター］所  長 松木 則夫 

        所長代理（兼） 吉田 康一 

        上席イノベーションコーディネータ  

                  三木 啓司 

  ［四国産学官連携センター］ 

     センター長(兼) 松木 則夫 

     副センター長 塩津 進 

     イノベーションコーディネータ 矢野 哲夫 

     連携主幹 内海 明博 

  ［四国研究業務推進室］ 

       室  長 小池 英樹 

       室長代理 松岡 邦治 

  ［健康工学研究部門］ 

       研究部門長 吉田 康一 

       総括研究主幹 脇田 慎一 

       研究主幹 大槻 荘一 

 

     生体ナノ計測研究グループ 

     バイオデバイス研究グループ 

     健康リスク削減技術研究グループ 

     生体機能制御研究グループ 

     バイオマーカー解析研究グループ 

  （以下、関西センター） 

     ストレスシグナル研究グループ 

     人工細胞研究グループ 

     生体分子創製研究グループ 

     先端融合テーマ研究グループ 

     バイオインターフェース研究グループ 

     くらし情報工学研究グループ 

     組織・再生工学研究グループ 

     細胞分子機能研究グループ 

 
10）九州センター（AIST Kyushu） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：〒841-0052 佐賀県鳥栖市宿町807-1 

代表窓口：TEL：0942-81-3600、FAX：0942-81-3690 

福岡サイト：〒812-0013 福岡市博多区博多駅東二丁目

13-24 (財)九州産業技術センター内 2F 
     TEL：092-282-0283、FAX：092-282-0281  

福岡西支所：〒819-0395 福岡市西区元岡744 

    TEL：092-802-0260、FAX：092-802-0259 

人 員：50名（35名） 

概 要： 

 産業技術総合研究所九州センターは、九州地域にお

けるオール産総研の窓口として、「研究拠点」と「連

携拠点」の二つの機能を活かすための研究開発に取り

組んでいる。 

 九州は半導体、自動車関連分野における製造業の集

積地であることから、「研究拠点」として二つの研究

センターを設置している。一つは、「マイスター型連

携制度」を導入し、半導体産業などの生産現場におけ

る品質・生産性の向上、安全確保などに資する新たな

計測ソリューションをオンタイムで提供することを目

指す「生産計測技術研究センター」であり、鳥栖市の

九州センター内に設置している。もう一つは、水素エ

ネルギー社会構築に向けた水素の安全利用技術を確立

しつつ、大容量の水素のコンパクトな輸送・貯蔵を実

現するための基礎的・科学的知見の深化を目的とする
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「水素材料先端科学研究センター」であり、九州大学

との密接な連携の下、福岡市の同大学伊都キャンパス

（福岡西支所）内に設置している。 

 ｢連携拠点｣としては、「太陽電池モジュール信頼性

評価連携研究体」を設置し、民間企業等とともに太陽

電池モジュールの長期信頼性評価のための産学官連携

拠点形成を進めている。 

 この他の「連携拠点」の活動として、11月に産技連

九州・沖縄地域部会等が一体となって地域企業等へ技

術情報提供、情報交換等を行う交流の場として「第2

回九州・沖縄 産業技術オープンデー」を鳥栖市にて

開催し、企業から多数の参加者を得た（来場者：377

名）。また、九州経済産業局、中小機構九州本部、九

州産業技術センターおよび九州ニュービジネス協議会

との5者共同主催による「産学官交流研究会 博多セミ

ナー」を中小機構九州本部において毎月第一金曜日に

開催し、産学官の出会いと交流・相談の場を提供した。 

 8月には、九州センターを一般公開し、科学の楽し

さや不思議さを体験させる機会を提供した（来場者：

1,134名）。1月には、｢産総研本格ワークショップ in
熊本｣をくまもと有機薄膜技術高度化支援センターと

の共催で開催し、講演会、地元企業との意見交換会、

技術相談の他、産総研の成果展示も行い、産総研の技

術活用を地域企業に広報した（参加者：221名）。 

 また、5月には佐賀県と連携・協力に関する協定を

締結し、県内中小企業向けセミナー・シンポジウムを

3回（11月2回、12月1回、延べ参加者:107名）、MZ プ

ラットフォーム導入事例セミナーを1回（2月、参加

者:60名）開催した。九州工業大学および北九州市と

は、平成24年2月に締結した連携・協力に関する協定

に基づく連携事業として、10月の「北九州学術研究都

市第12回産学連携フェア」において合同セミナー「環

境エレクトロニクス分野の現状と展開」を開催（参加

者：66名）するとともに、研究成果を展示した。 

 産総研コンソーシアム「計測・診断システム研究協

議会」では、傘下の5研究会による講演会等を16回、

出前シンポジウムを2回（うち1回は佐賀県と共催）開

催（参加者:延べ763名）した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

機構図（2013/3/31現在） 

 

［九州センター］ 

         所長      渡辺 正信  

         所長代理    平井 寿敏 

               （兼）坂本 満 

   ［九州産学官連携センター］ 

         センター長 （兼）渡辺 正信 

         副センター長  成瀬 徹 

         イノベーションコーディネータ 

                 犬養 吉成 

                 猿渡 新水 

               （兼）平井 寿敏 

         産業技術総括調査官 

               （兼）菖蒲 一久 

   ［九州センター研究業務推進室］ 

         室長      玉上 康弘 

         室長代理    山口 秀樹 

         チーム長    大塚 茂 

                 太田 幹雄 

   ［生産計測技術研究センター］ 

         研究センター長 坂本 満 

   ［太陽電池モジュール信頼性評価連携研究体］ 

         連携研究体長  増田 淳 

   ［水素材料先端科学研究センター］ 

         研究センター長 村上 敬宜 
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◆図書蔵書数 
蔵書  平成24年度末

総蔵書数 製本冊数 総蔵書数

購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） 購入 寄贈 除籍・移動 計 （冊） （冊）

北海道センター 外国 0 65 0 65 1,399 74 0 0 74 74 15,809

国内 0 248 0 248 4,527 3 226 0 229 205 8,091

計 0 313 0 313 5,926 77 226 0 303 279 23,900

東北センター 外国 0 0 0 0 515 6 0 0 6 6 6,401

国内 0 0 △ 911 △ 911 1,469 0 0 △ 34 △ 34 0 2,652

計 0 0 △ 911 △ 911 1,984 6 0 △ 34 △ 28 6 9,053

つくばセンター

 第２事業所 外国 0 0 △ 67,705 △ 67,705 71 0 0 △ 31,612 △ 31,612 0 0

国内 3 1 △ 67,405 △ 67,401 392 0 0 △ 5,105 △ 5,105 0 0

計 3 1 △ 135,110 △ 135,106 463 0 0 △ 36,717 △ 36,717 0 0

 第３事業所 外国 0 0 △ 2,579 △ 2,579 206 0 0 △ 2,496 △ 2,496 0 0

国内 0 0 △ 4,372 △ 4,372 176 0 0 △ 608 △ 608 0 124

計 0 0 △ 6,951 △ 6,951 382 0 0 △ 3,104 △ 3,104 0 124

 第５事業所 外国 0 0 △ 24,248 △ 24,248 167 0 0 △ 43,432 △ 43,432 0 0

国内 2 0 △ 15,017 △ 15,015 801 0 0 △ 9,891 △ 9,891 0 0

計 2 0 △ 39,265 △ 39,263 968 0 0 △ 53,323 △ 53,323 0 0

 第６事業所 外国 0 0 △ 7,857 △ 7,857 149 0 0 △ 10,781 △ 10,781 0 15,168

国内 1 0 △ 9,622 △ 9,621 572 0 0 △ 5,017 △ 5,017 0 1,798

計 1 0 △ 17,479 △ 17,478 721 0 0 △ 15,798 △ 15,798 0 16,966

 第７事業所 外国 117 441 60,452 61,010 78,809 2,943 129 87,266 90,338 2,406 141,091

国内 4 756 51,882 52,642 66,421 504 63 21,266 21,833 364 41,348

計 121 1,197 112,334 113,652 145,230 3,447 192 108,532 112,171 2,770 182,439

 東事業所 外国 246 59 0 305 16,698 361 24 0 385 359 37,385

国内 0 90 0 90 13,640 192 7 △ 23 176 165 9,533

計 246 149 0 395 30,338 553 31 △ 23 561 524 46,918

 西事業所 外国 1 39 0 40 8,340 138 1 0 139 138 22,949

国内 12 99 0 111 9,865 158 1 △ 2 157 158 10,711

計 13 138 0 151 18,205 296 2 △ 2 296 296 33,660

中部センター 外国 3 32 0 35 7,279 44 0 0 44 44 44,686

国内 0 93 0 93 9,873 62 10 0 72 72 12,119

計 3 125 0 128 17,152 106 10 0 116 116 56,805

関西センター 外国 12 54 0 66 10,884 241 391 0 632 241 35,909

国内 0 121 0 121 8,788 16 71 0 87 18 10,031

計 12 175 0 187 19,672 257 462 0 719 259 45,940

中国センター 外国 0 13 0 13 1,485 114 0 0 114 56 5,757

国内 0 71 △ 1 70 3,509 45 4 0 49 45 2,959

計 0 84 △ 1 83 4,994 159 4 0 163 101 8,716

四国センター 外国 0 7 0 7 1,567 31 0 △ 318 △ 287 31 6,670

国内 0 51 0 51 3,772 50 228 △ 5 273 50 2,689

計 0 58 0 58 5,339 81 228 △ 323 △ 14 81 9,359

九州センター 外国 5 0 0 5 2,218 87 0 0 87 87 15,025

国内 57 16 0 73 5,331 72 0 0 72 72 7,310

計 62 16 0 78 7,549 159 0 0 159 159 22,335

産総研　合計 外国 384 710 △ 41,937 △ 40,843 129,787 4,039 545 △ 1,373 3,211 3,442 346,850

国内 79 1,546 △ 45,446 △ 43,821 129,136 1,102 610 581 2,293 1,149 109,365

計 463 2,256 △ 87,383 △ 84,664 258,923 5,141 1,155 △ 792 5,504 4,591 456,215

※関西センターには尼崎事業所の蔵書の一部も含む  
※つくばセンター第２、 第３、 第５、第６の単行本、製本雑誌は第７(6-11棟書庫含）に集約。

センター・事業所 区分

単行本 雑誌

24年度受入数（冊） 24年度受入数（冊）
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(2) 本部組織 

 研究の円滑な実施と社会への還元を、より効率的・効果的に支援すべく、平成22年10月の組織改編に際し「研究

関連・管理部門等」のうち15部署を3本部に統合・スリム化等を行った。具体的には、産学官連携に関連する業務を

総合的かつ横断的に実施する「イノベーション推進本部」、施設の維持・管理に関連する業務を一体的に実施する

「研究環境安全本部」、事業所等の研究支援業務を統括する「総務本部」を設置した。 

 

【本部組織】 

・企画本部 

・コンプライアンス推進本部 

・イノベーション推進本部 

・研究環境安全本部 

・総務本部 

・評価部 

・広報部 

 

＜凡 例＞ 

本部・事業組織名（英語名） 

---------------------------------------------------------------------- 

所在地：つくば中央第×、△△センター 

人 員：常勤職員数（研究職員数） 

概 要：部門概要 

---------------------------------------------------------------------- 

機構図（2013/3/31現在の役職者名） 

---------------------------------------------------------------------- 

××室（英語名） 

（つくば中央第○） 

概要：業務内容 

△△室（英語名） 

（△△センター） 

概要：業務内容 

---------------------------------------------------------------------- 

業務報告データ 
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１）企画本部（Planning Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：東京本部、つくば中央第2 

人 員：66名（43名） 

概 要： 

 企画本部は、理事長を補佐し、研究所の総合的な経

営方針の企画及び立案、研究所の業務の実施に係る総

合調整並びに業務合理化の推進等に係る業務を行って

いる。 

 具体的には、理事長の執務補佐を行うとともに、研

究所の経営企画業務として、経済産業省と密接なコミ

ュニケーションをとりつつ、法人運営全体に係わる企

画調整、経営方針の企画立案、中期計画及び年度計画

の取りまとめ、研究資源の配分、研究センター・研究

部門・研究ラボの新設及び改廃案の策定等を行ってい

る。研究企画業務として、研究方針の企画立案、研究

戦略の策定、分野融合による重点研究テーマの設定、

研究スペースの調整、研究計画の取りまとめ等を行っ

ている。 

 また、国会、経済産業省、総合科学技術会議や独立

行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構等の外

部機関への総括的な対応を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

【企画本部】 

   企画本部長   脇本 眞也 

   企画副本部長  進藤 秀夫 

宇都 浩三 

大和田野 芳郎 

   審議役     廣田 正典 

  【総合企画室】 

室長      中村 安宏 

総括企画主幹  今泉 博之 

  鎮西 清行 

  加納 誠介 

【組織企画室】 

室長（兼）   頓宮 裕貴      

【研究戦略室】 

 室長（兼）   宇都 浩三 

 総括企画主幹  古屋 武 

【産業技術調査室】 

室長      関根 重幸 

【福島拠点設立準備室】 

室長（兼）   廣田 正典 

【法人統合準備室】  

室長      頓宮 裕貴 

--------------------------------------------------------------------------- 
総合企画室 

（General Planning Office） 

概 要： 

 企画本部6室を総括し、研究所の総合的な経営方針

及び研究方針の企画及び立案並びに総合調整に関する

業務を行っている。 

 

組織企画室 

（Organization Planning Office） 

概 要： 

 組織企画室は、研究所の組織及び人員配置にかかる

基本方針の企画及び立案並びに総合調整、研究所の運

営諮問会議、及び理事長が参加する外部委員会等への

対応に関する業務を行っている。 

 

研究戦略室 

（Research Strategy Office） 

概 要： 

研究戦略室は、研究所の研究戦略及び研究所の人事

に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調整を行っ

ている。 

 

産業技術調査室 

（Industrial Technology Research Office） 

概 要： 

 産業技術調査室は、研究所の経営方針の企画立案に

資する調査並びに産業技術や国等の政策動向に関する

情報の収集、分析を行っている。 

 

福島拠点設立準備室 

（Planning Office for Fukushima Research base） 

概 要： 

福島拠点設立準備室は、研究所の福島県における再

生可能エネルギー研究開発等に係る拠点整備及び研究

業務の企画及び立案並びに総合調整に関する業務を行

っている。 

 

法人統合準備室 

（Planning Office for Reorganization） 

概 要： 

法人統合準備室は、研究所と他法人との統合に関す

る関係機関等との調整に関する業務を行っている。 

 

２）コンプライアンス推進本部 
（Compliance Headquarters） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：15名（3名） 

概 要： 

 当本部は、「研究所のコンプライアンスの推進及び

内部統制に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調

整並びに研究所の業務の監査に関する業務を行う」
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（産総研組織規程第18条）の規定に基づき、産総研に

おける各部署や職員等のコンプライアンスに関する取

組みを支援するとともに、リスク管理の最終責任部署

として関連部署等と連携を図りながら、社会の信頼

に応える組織の構築を推進している。 

当本部の平成24年度の主な活動は以下のとおりである。 

１．各部門等及び組織全体としてのリスク管理活動の

向上 

２．参加型によるコンプライアンスの周知徹底 

 

１．については、各部門等が作成したリスク管理活

動評価票の記載内容から、各部門等で発生した想定外

事案等の整理・分析を行うとともに、研究ユニットの

リスク管理責任者等を主体に意見交換を行った。更に

これらの事案等を、参考となる取組み事例及び教訓と

なる事例として整理し、イントラ上で公表を行い、部

門等へフィードバックするなどにより、リスク管理の

PDCA サイクルを遂行した。 

また、平成23年度に着手した平成20年度以降のヒヤ

リハット・事故等の起因を分析・分類するとともに、

職員に分り易い表現とするなどによるリスクテンプレ

ートの改訂に向けた見直しの結果を踏まえ、平成24年

度にリスクテンプレートの改訂を行った。 

更に、大規模地震を想定した優先業務の継続・早期

復旧を図るための対策として、平成23年10月に策定し

た業務継続計画（BCP）について、他法人への業務

承継等に伴う優先業務の見直し等の改定を行った。 

 

 ２．については、職員等のコンプライアンスに対す

る意識向上に向けた当本部の活動が押しつけとならな

いよう、「参加型コンプライアンス」の推進を意識し

て活動を展開した。具体的には新規採用職員・契約職

員に対する「新規採用職員研修」及び「職員等基礎研

修」において「コンプライアンス」の講義を行いコン

プライアンスに関する意識づけを行った。中堅職員に

対する「グループ長等研修」においては、コンプライ

アンスの知識の再認識とともに部下への指導等を担う

立場の意識づけのための講義を行った。また、コンプ

ライアンスに対する意識向上を図るため「コンプライ

アンスに関するセルフチェック」を実施するとともに、

所内におけるコンプライアンス推進活動の一環として、

身近な事例をもとにコンプライアンスに関する理解を

より深めるため「コンプラ便り」を作成し、所内に発

信した。 

 更に、近年、Facebook、Twitter などのソーシャル

メディアサービスが急激に普及し、社会的に業務上で

の利用も増加しており、これらの利用によるメリット

やリスクを正しく理解し、適切に活用することを目的

として、平成24年度にソーシャルメディア活用ガイド

ラインを策定し、役職員等への周知を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［コンプライアンス推進本部］ 

  本部長     （兼）一村 信吾 

  副本部長    （兼）河津 司 

  総括企画主幹     肥田野 昌広 

緒方 雄二 

［法務室］ 室  長（兼）肥田野 昌広  

      総括主幹   大川 裕之 

      総括主幹   小賀野 功 

［リスク管理室］室  長 宮本 晃之  

        総括主幹 北川 由紀子 

［監査室］ 室  長（兼）伊東 一明  

      総括主幹   金田 孝雄 

--------------------------------------------------------------------------- 
法務室（Legal Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 法務室は、(1)不服審査及び訴訟に係る業務、(2)規

程類の整備、(3)業務及び生活に関する法律相談、(4)

内部通報制度に関すること、(5)利益相反マネ－ジメ

ントに係る年2回の定期自己申告、利益相反カウンセ

ラーによるヒアリング等の業務を行った。 

 

リスク管理室（Risk Management Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 リスク管理室は、研究所における研究活動や一般業

務を阻害する要因を“リスク”と捉え、適切なリスク

管理による業務内容の高度化と研究所運営の効率化に

向けて、(1)研究所全体のリスク管理のとりまとめ及

び組織横断的なリスクの管理・対策に係る企画立案・

総合調整、(2)研究所におけるリスクの定量的な評価

の実施、重大リスク（優先的に取り組むべきリスク）

の掌握、(3)過去の教訓事例やリスク評価の結果に立

脚した重大リスクの低減策の策定、(4)事故・事件等

の危機に対応し、被害を最小限に留める対策、(5)適

切なコミュニケーション（情報提供・公表等）による

信頼の維持・確保に向けた各部門等との調整、(6)リ

スク管理委員会の事務局に係る業務を行った。 

 

監査室（Audit Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 監査室は、(1)①業務の有効性及び効率性、②事業

活動に係る法令等の遵守、③資産の保全、④財務報告

書等の信頼性の実現のため、各業務が適正かつ効率的

に機能しているかモニタリングすることを目的とした

内部監査業務、(2)研究所の財務内容等の監査を含む
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業務の能率的かつ効果的な運営を確保することを目的

とした通則法第19条第4項に基づく監事の監査業務の

支援に関する業務を行った。 

 
３）【イノベーション推進本部】 
（Research and Innovation Promotion 

Headquarters） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：14名（14名） 
概 要： 

 イノベーション推進本部は、産学官連携、知的財産

の活用、国際標準の推進、ベンチャー創出・支援、国

際連携、イノベーション人材の育成などの業務を一体

化かつ密接に連携して実施する体制を敷き、これらの

イノベーション推進業務を一元的なマネージメントの

下、総合的かつ横断的に執行する。また、産学官が結

集する研究拠点を整備し、研究開発に加えて評価や標

準化を見据えた産総研の「人」と「場」を活用する連

携を推進している。 

 さらに、企業や大学などの外部機関とのインターフ

ェースとなって連携コーディネーションを担う「上席

イノベーションコーディネータ」、「イノベーションコ

ーディネータ」、それらを補佐する「連携主幹」を配

置し、本部、研究分野、研究ユニットが一体となって

外部との連携を推進する体制をとっている。 

 当本部はこの体制の下、産業技術に関する産業界や

社会からの多様なニーズを迅速かつ的確に捉え、有望

な技術シーズの発掘と育成、研究開発プロジェクトの

企画立案と推進・支援、さらには中小企業支援や新産

業の創出を行う。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[イノベーション推進本部] 

本 部 長  瀬戸 政宏 

研究参与   田中 芳夫 

       河野 満男 

       石川 正俊 

       吉田 重治 

上席イノベーションコーディネータ 

上原 斎 

三木 啓司 

米田 晴幸 

景山 晃 

坂西 欣也 

秋宗 淑雄 

 

イノベーションコーディネータ 

綾 信博 

横地 俊弘 

元吉 文男 

古沢 清孝 

高井 一也 

山中 忠衛 

山田 豊章 

小高 正人 

清水 聖幸 

石川 純 

天神林 孝二 

渡辺 一寿 

内田 利弘 

樋口 哲也 

尾崎 浩一 

名川 吉信 

橋本 亮一 

田中 充 

鈴木 英一 

連携主幹 

伊達 正和 

吉田 晴男 

児玉 泰治 

小林 秀輝 

新間 陽一 

泉 和雄 

三國 一郎 

 

イノベーション推進企画部 

知的財産部 

産学官連携推進部 

国際部 

ベンチャー開発部 

国際標準推進部 

つくばイノベーションアリーナ推進部 

イノベーションスクール 

 

①【イノベーション推進企画部】 
（Planning Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：19名（11名） 

概 要： 
 イノベーション推進本部7部1スクール（イノベーシ

ョン推進企画部、知的財産部、産学官連携推進部、国

際部、ベンチャー開発部、国際標準推進部、つくばイ

ノベーションアリーナ推進部及びイノベーションスク
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ール）を総括し、イノベーションの創出及び推進のた

めの戦略策定、企画の立案、及びプロジェクト等の推

進を行っている。 

 イノベーション推進企画部の当該年度における主な

活動は、次の通りである。 

・「戦略予算事業」としてグリーンイノベーション分

野、ライフイノベーション分野、それぞれにおける

課題解決型研究開発とオープンイノベーションハブ

機能の強化を推進することを目的とした課題を対象

とし、所内募集・審査を行い、58課題（30億円）を

採択した。加えて、イノベーション推進本部内にタ

スクフォースを設置し、当該課題のブラッシュアッ

プ、企業連携・知財戦略等の支援を行った。 

・本格研究ワークショップを7地域拠点で開催。理事

長をはじめとする経営層・研究者と、地域の産業・

行政との間で本格研究の理念・方法論について共有

化を進めた。 

・産総研が参画する20の技術研究組合により実施され

る延べ22の大型外部資金プロジェクトの推進、及び

技術研究組合に関する運用方針の取り決め、事務手

続きフロー整備等の総合調整を行った。 

・産総研の研究施設等を民間企業等が使用し、研究成

果物等を社会に普及する為に「完全密閉型遺伝子組

換え植物工場」を使用した医薬品原料（遺伝子組換

えイヌインターフェロンα発現イチゴ）の生産及び

それらを用いた動物用医薬品の供給を平成23年度か

ら継続すると共に、平成24年度は新たに次の2事業

を開始した。 

ⅰ「イオン注入装置」を使用した単結晶ダイヤモン

ドの供給。 
ⅱ「スーパーグロース法 CNT 合成実証プラント」

を使用したスーパーグロース法による単層 CNT
（SGCNT）試験サンプルの配布。 

・「産総研オープンラボ2012」の開催に係る総合調整

を行い、産総研の研究リソースや技術シーズの公開

等、外部機関との連携促進のための支援を行った。 

・「産総研研究戦略」において、イノベーション推進

戦略に関わる部分（第2部）を改訂した。 

・日本経済新聞社との協働事業「日本を元気にする産

業技術会議」を実施し（シンポジウム等を14回開

催）、議論の総括として日本の産業界に向けて提言

を発表した。 

・個々の研究開発（実施テーマ）とその従事研究者、

資金、研究業績などの関連情報を登録・収集する研

究テーマデータベースを用いて、研究ユニットにユ

ニット評価のデータ提供を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 
 
 

機構図（2013/3/31現在） 

 
［イノベーション推進企画部］ 

部 長    濱川 聡 
審議役    三留 秀人 
       重政 弥寿志 
       菊地 正寛 
総括企画主幹 谷口 正樹 
       三宅 正人 
       浅川 真澄 
       榊原 陽一 

 
[戦略事業推進室] 室長(兼) 谷口 正樹 
         総括主幹 濱崎 陽一 
 
[地域戦略室]   室長(兼) 重政 弥寿志 
         総括主幹 関 浩之 
         総括主幹 佐脇 政孝 
         総括主幹 小川 博文 

--------------------------------------------------------------------------- 
戦略事業推進室 
（Strategic Research Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 イノベーションの創出及び推進に係る企画・立案及

び総合調整、並びにイノベーションの創出のための戦

略策定及びプロジェクトの推進に関する業務を行って

いる。 

 
地域戦略室 
（Regional Research Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 地域の産学官連携戦略の策定及び地域センターの産

学官連携活動の支援等を行っている。 

 

②【知的財産部】 
（Intellectual Property Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：23名（5名） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及させることにより、

経済及び産業の発展に貢献していくことは、産総研の

大きな使命である。このため、知的財産部においては、

研究成果が技術移転につながるよう知的財産権を戦略

的に取得し、適切に維持・管理すると共に、産総研所

有の知的財産を広く一般に紹介し、技術移転マネージ

ャーが中心となり、イノベーションコーディネータ等

とも協力し、技術移転を強力に推進している。 
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 また、職員に対して研修や説明会を開催することに

より、研究開発等において創製される発明等について、

知的財産権を強く意識するよう促すとともに、内部弁

理士（パテントリエゾン）、技術移転マネージャー並

びにイノベーションコーディネータと連携し、産総研

内外の知的財産に関する各種ニーズに対応している。

さらに、ベンチャー開発部と連携し、産総研発ベンチ

ャーへの知的財産に関する支援も行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[知的財産部] 

   部  長   間中 耕治 

   次  長   高井 一也 

   審 議 役    菅生 繁男 

   [知的財産企画室] 室  長  柴田 昌弘 

    [技術移転室]    室長（兼） 高井 一也 

   [知的財産管理室] 室  長  吉原 公一 

-------------------------------------------------------------------------- 
知的財産企画室 

（Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の知的財産に関する企画及び立案並びに総合

調整を行うとともに、知的財産に係る各種業務を行う

ことで、産総研職員の知財マインドの向上及び産総研

研究成果の技術移転を推進している。 

 具体的には、秘密保持契約等の交渉及び締結事務、

発明者補償金に関する業務、知的財産に関する研修企

画業務、共同研究契約や技術研究組合の知財関連規程

等に関する支援業務等、知的財産に関する業務を幅広

く行っている。 

 

技術移転室（Technology Licensing Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の研究成果を社会に普及するため、保有する

知的財産のライセンス等の技術移転を推進している。 

 具体的には、研究成果の産業化に向けた技術移転

戦略の構築、産業界における技術ニーズ及び事業化戦

略の動向等に関する情報の収集、マーケティング活動、

ライセンス交渉及び契約締結、ライセンス収入の徴

収・管理、産総研技術移転ベンチャーへの知的財産に

関する支援等に関する業務を行っている。 

 

知的財産管理室 

（Intellectual Property Administration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研の研究成果を戦略的かつ効率的に知的財産権

化するため、パテントリエゾンや連携企業等と協力し、

研究ユニットで創製した発明等を速やかに国内外特許

庁に対し出願するとともに、適切な知的財産の保護と

権利満了までの管理業務を行っている。 

 出願時には、研究者及びイノベーションコーディネ

ータ並びにパテントリエゾンと連携し、速やかな特許

相談対応と明細書等を作成し、出願等手続を行ってい

る。また、企業・大学等の外部機関と連携して創製さ

れた共有発明等の出願にあたっては、当該発明等にか

かる知的財産権の持分について契約締結等調整業務を

行っている。 

また、特許権等の維持管理にあたっては、「産総研

知的財産ポリシー」を踏まえ、権利維持の要否を判断

するための特許出願プレビューや特許審査委員会の事

務局業務を行っている。 

 

産総研平成24年度特許関連統計 

国内特許 
出願件数       687件 

登録件数      1,185件 

国外特許 
出願件数        232件 

登録件数        231件 

実施 
（国内＋国外） 

実施契約件数 882件 

技術移転収入 258百万円 
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平成 24年度ユニット別出願件数（届出時のユニット名）      （2013/3/31現在） 

研究ユニット 
24年度国内出願件数 24年度外国出願件数 

24年度外国基礎出願件

数 

単 共 計 単 共 計 単 共 計 

水素材料先端科学研究センター 1 2 3 0 2 2 0 2 2 

糖鎖医工学研究センター 2 3 5 4 3 7 4 3 7 

新燃料自動車技術研究センター 4 2 6 1 2 3 1 2 3 

生命情報工学研究センター 0 4 4 0 1 1 0 1 1 

生産計測技術研究センター 7 9 16 4 1 5 3 1 4 

バイオメディシナル情報研究センター 1 4 5 1 4 5 1 4 5 

ナノチューブ応用研究センター 9 4 13 6 3 9 6 3 9 

サービス工学研究センター 3 1 4 0 0 0 0 0 0 

ネットワークフォトニクス研究センター 1 1 2 3 2 5 3 2 5 

活断層・地震研究センター 0 1 1 0 0 0 0 0 0 

メタンハイドレート研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

コンパクト化学システム研究センター 8 14 22 1 8 9 1 5 6 

ナノスピントロニクス研究センター 3 4 7 2 3 5 2 1 3 

幹細胞工学研究センター 6 1 7 1 1 2 1 1 2 

デジタルヒューマン工学研究センター 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

集積マイクロシステム研究センター 10 8 18 1 1 2 1 1 2 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 13 32 45 4 19 23 4 19 23 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 5 4 9 0 4 4 0 2 2 

太陽光発電工学研究センター 10 9 19 1 2 3 1 2 3 

バイオマスリファイナリー研究センター 5 5 10 2 3 5 2 3 5 

計測標準研究部門 13 8 21 3 1 4 3 1 4 

地圏資源環境研究部門 4 2 6 0 0 0 0 0 0 

知能システム研究部門 10 6 16 0 2 2 0 2 2 

計測フロンティア研究部門 5 3 8 2 0 2 2 0 2 

ユビキタスエネルギー研究部門 16 39 55 6 19 25 6 18 24 

先進製造プロセス研究部門 23 14 37 3 6 9 3 5 8 

サステナブルマテリアル研究部門 13 7 20 3 0 3 3 0 3 

地質情報研究部門 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

環境管理技術研究部門 10 10 20 2 2 4 2 2 4 

環境化学技術研究部門 19 7 26 0 4 4 0 4 4 

エネルギー技術研究部門 22 7 29 2 6 8 2 5 7 

情報技術研究部門 4 4 8 0 0 0 0 0 0 

安全科学研究部門 0 4 4 0 0 0 0 0 0 

バイオメディカル研究部門 20 19 39 4 2 6 4 2 6 

健康工学研究部門 14 10 24 3 5 8 3 5 8 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 10 1 11 2 1 3 2 1 3 

ナノシステム研究部門 25 22 47 7 7 14 7 6 13 

生物プロセス研究部門 11 6 17 2 0 2 2 0 2 

電子光技術研究部門 13 2 15 3 0 3 3 0 3 

ナノエレクトロニクス研究部門 35 39 74 27 17 44 19 9 28 

セキュアシステム研究部門 3 2 5 1 0 1 1 0 1 

ダイヤモンド研究ラボ 2 0 2 0 0 0 0 0 0 

ナノデバイスセンター 2 1 3 0 0 0 0 0 0 

地質標本館 1 0 1 0 0 0 0 0 0 

関西センター 0 1 1 0 0 0 0 0 0 

合計 365 322 687 101 131 232 92 112 204 

※外国基礎出願件数：外国出願を行う基礎となった国内出願の件数。 
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平成 24年度研究分野別登録件数（届出時の研究分野） 
 

（2013/3/31現在） 

           登録件数   

研究分野 

国内 外国 

単願 共願 合計 単願 共願 合計 

環境・エネルギー分野 263 128 391 27 38 65 

ライフサイエンス分野 124 49 173 12 21 33 

情報通信・エレクトロニクス分野 132 89 221 31 28 59 

ナノテクノロジー・材料・製造分野 224 90 314 43 23 66 

標準・計測分野 54 20 74 1 4 5 

地質分野 10 1 11 3 0 3 

その他 1 0 1 0 0 0 

合計 808 377 1,185 117 114 231 

 
③【産学官連携推進部】 
（Collaboration Promotion Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：45名（8名） 

概 要： 

 産業界、大学、公的研究機関、自治体等との連携の

構築を通して、第三期中期計画における取組の大きな

柱と位置付けている「21世紀型課題の解決」と「オー

プンイノベーションハブ機能の強化」に貢献すること

を目的とした活動を行っている。具体的には、産学官

が一体となって研究開発や実用化等を推進するために、

共同研究や受託研究の受入等を含めた各種産学官連携

制度の企画・立案及びそれらの制度の効率的かつ着実

な運用、地域技術施策の立案・調整、技術相談窓口、

関東甲信越静地域における産業支援機関・団体等との

連携ネットワークの構築、中堅・中小企業等への技術

移転の推進等に関する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[産学官連携推進部] 

   部   長 清水 聖幸 

   次  長 鈴木 光男 

 [連携企画室]       室長   宮本 健一 

 [産学・地域連携室]    室長   尾崎 浩一 

              総括主幹 掛札 泰司 

              総括主幹 後藤 浩平 

 [関東産学官連携推進室]   室長     橋本 亮一 

               総括主幹 松本 成司 

 [プロジェクト支援室]   室長   小林 良三 

              総括主幹 吉成 美智夫 

 [共同研究支援室]     室長   屋代 久雄 

 [検査管理室]       室長   狩野 篤 

--------------------------------------------------------------------------- 
連携企画室 

（Collaboration Promotion Division Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産学官連携活動全般について企画・立案を行うとと

もに、産学官連携推進部全体の業務を円滑に推進させ

るための総合調整を行っている。さらに、外部機関と

の連携協定の締結に関すること、連携大学院協定の締

結と運用に関すること、産総研コンソーシアムの設立

手続に関すること等の業務を行っている。 

 

産学・地域連携室 

（Collaboration Promotion Division Corporate, 
  Academic and Regional Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

地域技術施策の立案・調整業務、中小企業との共

同研究の推進、技術相談窓口業務、産業技術連携推

進会議事務局として産総研と公設試験研究機関との

ネットワークの構築・強化に係る業務等を実施して

いる。 

産業技術連携推進会議事務局業務では、産総研と

公設試験研究機関によるプロジェクト共同提案へ向

けた取組として「研究連携支援事業」や、研究会と

して持ち回り計測や依頼試験等の計測値に関する公

設試間連携のための「技術向上支援事業」を行って

いる。 

 さらに、地域・中小企業ニーズを取り込み、産総研

の技術を活用し製品化を目指して、公設試験研究機

関・中小企業と共同で研究開発を実施する「地域産業

活性化支援事業」を行っている。 

 中小企業と共同研究を推進するための事業として、

研究開発規模が数千万円から億円レベルでプロジェク
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ト化が必要な共同研究の提案を支援する「中小企業共

同研究スタートアップ事業」を実施している。 

 また、産総研の技術シーズを基に高性能な製品を開

発し海外展開を図る中小企業に対し、その製品性能を

評価する手法を確立して製品及び評価手法を海外に向

けて発信することにより、中小企業のグローバル展開

を支援する「中小企業グローバルトップ性能製品の評

価手法の開発」事業を実施している。 

 

関東産学官連携推進室 

（Collaboration Promotion Division Kanto 
  Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 関東甲信越静地域における、産業支援機関・団体等

との連携ネットワークの構築・強化を行うとともに、

域内の技術開発力を持つ中堅・中小企業等を発掘・育

成し、技術開発支援を行うことにより、共同研究等の

技術移転を促進している。また、産学官連携共同研究

施設(つくば)の運営に関する業務を行っている。 

 

プロジェクト支援室 

（Collaboration Promotion Division National Project 
Support Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

産総研における研究成果の普及、技術移転等を図

るための受託研究及び請負研究並びに産総研から他

機関への委託研究に係る契約事務等の業務を行うと

ともに、受託研究及び研究助成金等外部からの研究

資金受入のための支援業務を行っている。 

 

共同研究支援室 

（Collaboration Promotion Division Collaborative 
  Research Support Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研における外部機関との連携、技術移転等を図

るための共同研究に係る業務を行っている。 

また、産総研の「人」と「場」を活用した産学官連

携活動を推進するため、技術研究組合からの研究員等

の受入に関する覚書締結及び技術研究組合事業に参加

する職員に関する協定書締結等の支援業務を行ってい

る。 

 

検査管理室 

（Collaboration Promotion Division Inspection and 
  Administration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 受託研究等外部研究資金について、その適正な執行

を確保するため、職員説明会の開催、自主点検等の実

施を通じ、職員に対するコンプライアンスの向上に努

めている。また、組織内外からの外部研究資金に係る

相談窓口の設置及び不正使用等に係る通報窓口を設置

している。
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１．産学官連携推進部の組織 
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１）共同研究 

 企業、大学や公設研究所などと産総研が、共通のテーマについて対等な立場で共同して研究を行う制度である。 

 

共同研究ユニット別件数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 19  3  57  26  0  105  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 26  10  31  34  10  111  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  2  25  6  4  42  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 48  9  45  23  0  125  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 11  5  28  10  3  57  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31 0  0  3  1  0  4  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～ 4  1  17  2  0  24  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 2  0  3    0  5  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 13  3  34  17  1  68  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 9  2  42  4  1  58  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 25  8  114  29  8  184  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 9  1  21  5  5  41  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 64  12  36  23  8  143  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 49  17  32  31  5  134  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 36  5  29  27  3  100  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 41  6  40  27  2  116  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 12  2  14  3  1  32  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 6  6  10  3  3  28  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 19  20  14  13  1  67  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 20  1  9  3  0  33  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 36  12  31  24  3  106  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 6  3  19  5  0  33  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 41  12  36  31  7  127  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 30  5  29  30  1  95  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 10  2  14  5  2  33  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 3  1  9  3  0  16  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 4  1  21  3  1  30  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1  0  5    0  6  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 3  1  17  10  0  31  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 10  1  62  6  0  79  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 40  5  69  47  10  171  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 36  10  52  58  12  168  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 42  7  74  40  1  164  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 23  4  9    0  36  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 3  6  20  14  2  45  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 5  2  5  3  0  15  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 33  30  61  52  25  201  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 40  17  27  21  2  107  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 19  6  17  16  5  63  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 18  5  27  10  5  65  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 11  5  2  2  3  23  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 6  1      4  11  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   3  0  9  3  1  16  

計 841  249  1,219  670  139  3,118  

※国内案件のみ 
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２）委託研究 

 産総研で研究するより、産総研以外の者（大学、企業等）に委託した方が、研究の効率性や経済性が期待出来る場

合に、産総研以外の者に委託する制度である。 

 

委託研究ユニット別件数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～           0  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 3          3  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 4          4  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 2          2  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 5      2  1  8  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31           0  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～           0  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 11  2  4  4    21  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～           0  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 3    1      4  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～           0  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 1          1  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 4          4  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1      1  2  4  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1      1    2  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～           0  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～           0  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31           0  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 2          2  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 1  1        2  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 6  3        9  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1    1      2  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～       1    1  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～           0  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～           0  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～           0  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～           0  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～           0  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～   1        1  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 1  1      1  3  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～           0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 1          1  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31           0  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 1  1        2  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～     1      1  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～           0  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 9  2  4  6  3  24  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 10        1  11  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 2        2  4  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   9  1        10  

計 78  12  11  15  10  126  

※国内案件のみ 

 



事業組織・本部組織業務 

(942) 

３）受託研究 

 企業、法人など他機関から産総研に研究を委託する制度である。その成果は委託元で活用できる。委託元の研究者

を外来研究員として受け入れることも可能である。 

 

受託研究ユニット別件数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 2  18  1  3  3  27  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 4  14  2  7  6  33  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 2  10  2  1  1  16  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 4  17  10  7  11  49  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 1  5  1  6  7  20  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31   1      1  2  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～   4  1    2  7  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～         1  1  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 1  11  1    1  14  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   1  2      3  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 1  11  6    1  19  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 4  5  1    3  13  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 2  12  2  2  2  20  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～   11  1  3  3  18  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  14  1  1  3  20  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  7  3  2  4  17  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 1  3        4  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～   8        8  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31   6      3  9  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  3        4  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 1  11  1  6  3  22  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～   9      2  11  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   9  2  4  2  17  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   7  1  1  1  10  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～   6  1    1  8  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～   1      1  2  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～   4      2  6  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～   4  1      5  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 2  8  1  2    13  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   6  1  1    8  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2  15  1  6  1  25  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2  7  1  1  1  12  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 2  20    2  7  31  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～   4      1  5  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～   6  1      7  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 1      1    2  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 4  12  9  6  6  37  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～   2  3  3  3  11  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～   7  1      8  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～   7  4  5  8  24  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 2  5    1  5  13  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 2  2    1  2  7  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他     6  1    6  13  

計 43  319  63  72  104  601  

※国内案件のみ 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(943) 

４）請負研究 

 受託研究によることができない研究を他機関からの依頼に応じて産総研が行うものであり、その経費は依頼者に負

担していただく。 

 

請負研究ユニット別件数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～           0  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～           0  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～           0  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 1  2  3  3    9  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～     1  1  1  3  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31           0  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～     1      1  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～           0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～     1      1  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～           0  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～           0  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～     3      3  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～       1    1  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～       1    1  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～     1      1  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～     1      1  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～           0  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～           0  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 2    1  1    4  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～           0  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～     1      1  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～           0  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～           0  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～           0  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～   1    1    2  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～           0  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 1    1  3    5  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～           0  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～           0  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～           0  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 1    1      2  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～           0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～           0  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31           0  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～     1  1    2  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～           0  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～           0  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～     2  1    3  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～         1  1  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～   2        2  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他       2      2  

計 5 5 20 13 2 45 

※国内案件のみ 

 



事業組織・本部組織業務 

(944) 

５）技術研修 

 外部機関等の研究者、技術者を産総研が受け入れ、産総研の技術ポテンシャルを基に研修を行う制度である。 

 

技術研修ユニット別人数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止年月日 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 51    2  3    56  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 29    3      32  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 23    3  1    27  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 53  1  2  2    58  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 17  1  6  3  1  28  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31 93      2  1  96  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～ 6    1      7  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 18  2    3    23  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 21    6      27  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 7          7  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 23    2  4    29  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 4          4  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 73      1    74  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 51        5  56  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 61    6  4  2  73  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 39  1    1    41  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 4      1    5  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 18  1  10      29  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 12  6  2      20  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 26          26  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 22      1  1  24  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 22      2    24  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 21    11  1    33  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 66  4  1      71  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～           0  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 5          5  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 25          25  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 9          9  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 29          29  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 9    6  2    17  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 49    2  1  2  54  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 7        2  9  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 36    11  1    48  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 11  5        16  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 33      1  2  36  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 1          1  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 22  7  3  5  2  39  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 25  2  16  4  4  51  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 22          22  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 6        1  7  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 17          17  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 4        6  10  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   82  8  32  17  3  142  

計 1,152  38  125  60  32  1,407  

※国内案件のみ 
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６）外来研究員 

 外部機関等の研究者等が産総研において研究を行う際に研究員として受け入れる制度である。 

 

外来研究員ユニット別人数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止日時 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 13  1    1  7  22  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 10  3    1  12  26  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  2  2    4  13  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 30  8  6  1  19  64  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 11  2      10  23  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31 50  2  2    0  54  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～ 4  7  1  2  6  20  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 5  0  6    0  11  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 8  0    2  0  10  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 3  0  13  1  6  23  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 5  0  1  1  2  9  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 0  4      1  5  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 41  3  2  2  19  67  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 5  2  2  3  8  20  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 7  5  1  7  6  26  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 37  4    2  21  64  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 3  0      0  3  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 14  0  1  1  2  18  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 8  0  1  3  2  14  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 3  0      3  6  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 16  2  1  1  7  27  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 5  6      0  11  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 6  2  6  2  17  33  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 14  6  2  4  11  37  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 3  0    1  4  8  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 2  0      0  2  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 7  1    2  5  15  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 2  0  2    0  4  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 14  2    1  1  18  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 9  3  1  1  4  18  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 16  1    2  17  36  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 4  2    1  5  12  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 21  2  2  4  10  39  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 0  0      0  0  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 5  0      3  8  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 0  2      0  2  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 3  2  6    11  22  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 4  0    1  2  7  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 4  0  5  1  3  13  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 11  0  4    10  25  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 59  9  4  5  21  98  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 21  11    1  2  35  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   6  4  4  2  18  34  

計 494  98  75  56  279  1,002  

※国内案件のみ 
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７）連携大学院 

 大学と産総研が協定を結び、産総研研究者が大学から連携大学院教官の発令を受け、大学院生を技術研修生として

受け入れ、研究指導等を行う。この制度による大学院生には被指導者であると同時に研究協力者としての側面があり、

産総研にとっても研究促進を図ることができる。 

（参考：大学院設置基準「第13条第2項 大学院は、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学院又は研究所等に

おいて必要な研究指導を受ける事を認めることができる。(後略)」） 

 

○連携大学院派遣教員ユニット別人数一覧                           平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止年月日 

派遣教員数 

国公立大学 私立大学 
計 

教授 准教授 教授 准教授 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 3  3  5  2  13  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 2  2  1    5  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  2  5    12  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 11  3  7  1  22  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 1  1  1    3  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31     1    1  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～   1      1  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～         0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 2  1  6    9  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 1    2    3  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 10  1  1  1  13  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～         0  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 4  5  2  5  16  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 13  4  1    18  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 9  6  3  1  19  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 3  1  5  1  10  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 1  2      3  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 3  14  3  5  25  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 3  3      6  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  1      2  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 7  3  2  1  13  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 3  3  2  2  10  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1    9    10  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1    7  1  9  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 1  1      2  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～     1    1  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1  1    2  4  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1      1  2  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 3  4      7  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1    1    2  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 6  2  11    19  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2    2    4  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 7  1  5    13  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 3  1      4  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～         0  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 1        1  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 1  1  4    6  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～   1  3    4  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～ 8  5      13  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 4  4    1  9  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 4  2      6  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～   1      1  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   16  1  5  1  23  

計 143  81  95  25  344  

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 
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○連携大学院派遣教員一覧                                                              平成 25年 3月 31日現在 

No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数 

教授 准教授 計 

1 北海道 国立 北海道大学 生命科学院 3 3 6 

        総合化学院 2   2 

        農学院 3 2 5 

2 東北 国立 東北大学 環境科学研究科 1 1 2 

        理学研究科 2 4 6 

3   国立 福島大学 共生システム理工学研究科 13 1 14 

4 関東 国立 茨城大学 理工学研究科 2   2 

5   国立 筑波大学 システム情報工学研究科 15 6 21 

        人間総合科学研究科 3 3 6 

        数理物質科学研究科 10 5 15 

        生命環境科学研究科 6 5 11 

        生命領域学際研究センター 1   1 

        知的コミュニティ基盤研究センター   1 1 

6   国立 宇都宮大学 工学研究科 2   2 

7   国立 群馬大学 工学研究科 1 1 2 

8   国立 埼玉大学 理工学研究科 11   11 

9   国立 千葉大学 工学研究科 2   2 

        理学研究科 2   2 

10   国立 東京工業大学 総合理工学研究科   1 1 

        理工学研究科 7   7 

11   国立 東京農工大学 工学府 1   1 

        工学研究科 3   3 

12   国立 東京大学 新領域創成科学研究科 4 13 17 

13   国立 お茶の水女子大学 人間文化創成科学研究科   1 1 

14   公立 首都大学東京 理工学研究科 6 3 9 

15   国立 横浜国立大学 環境情報研究院   1 1 

16   国立 長岡技術科学大学 工学研究科 2 2 4 

17 中部 国立 金沢大学 自然科学研究科 1 1 2 

18   国立 北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 4 2 6 

        知識科学研究科 1 2 3 

        情報科学研究科   3 3 

19   国立 岐阜大学 工学研究科 3   3 

        連合創薬医療情報研究科 1 1 2 

        連合農学研究科 2   2 

20   国立 名古屋工業大学 工学研究科 1 1 2 

21 関西 国立 福井大学 工学研究科 1   1 

22   国立 京都工芸繊維大学 工芸科学研究科   1 1 

23   国立 大阪大学 理学研究科 2 1 3 

24   国立 神戸大学 工学研究科 3 4 7 

        人間発達環境学研究科 1 1 2 

        理学研究科 1   1 

25   国立 奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 3 1 4 

26   国立 和歌山大学 システム工学研究科 2   2 

27 中国 国立 広島大学 工学研究科 2 1 3 

28   国立 山口大学 理工学研究科   1 1 

29 四国 国立 徳島大学 ソシオテクノサイエンス研究部 1 1 2 

30   国立 香川大学 農学研究科 3 1 4 

31 九州 国立 九州大学 総合理工学研究院 2 2 4 

32   公立 北九州市立大学 国際環境工学研究科   1 1 

33   国立 佐賀大学 工学系研究科 4 2 6 

34   国立 熊本大学 自然科学研究科 1   1 

35   国立 鹿児島大学 理工学研究科 2 1 3 

        国公立大学小計 143 81 224 

36 東北 私立 東北学院大学 工学研究科 5   5 

37 関東 私立 東邦大学 理学研究科 6 3 9 

38   私立 千葉工業大学 工学研究科 4   4 

39   私立 東京理科大学 基礎工学研究科 2 3 5 

        理学研究科 3   3 

        理工学研究科 22 3 25 

40   私立 東京電機大学 先端科学技術研究科・工学研究科 3   3 

41   私立 芝浦工業大学 理工学研究科 2   2 
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No. 地域 
国公私立 

の別 
大学名 学科名 

派遣教員数 

教授 准教授 計 

42   私立 日本大学 工学研究科 2   2 

43   私立 上智大学 理工学研究科 1   1 

44   私立 立教大学 理学研究科 4   4 

45   私立 青山学院大学 理工学研究科 2 1 3 

46   私立 早稲田大学 理工学術院 2 5 7 

47   私立 東京都市大学 工学研究科 1 1 2 

48   私立 明治大学 理工学研究科 4 1 5 

49   私立 神奈川工科大学 工学研究科 10   10 

50 中部 私立 金沢工業大学 工学研究科 8   8 

51   私立 大同大学 工学研究科 1   1 

52   私立 名城大学 理工学研究科 1   1 

53   私立 中部大学 工学研究科 2   2 

54   私立 愛知工業大学 工学研究科 2   2 

55 関西 私立 立命館大学 理工学研究科 1   1 

56   私立 関西大学 理工学研究科 5 5 10 

57   私立 関西学院大学 理工学研究科 2 3 5 

        私立大学小計 95 25 120 

        合計 238 106 344 

（注）教授、准教授以外の役職で登録されている場合は准教授とする 
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８）技術相談 

 産業技術総合研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、民間企業、公設試験研究機関等からの技術相談を受

ける。 

1) 平成24年度「技術相談届け出システム」に入力された件数： 5221件  （内 GSJ 752件） 

2) 拠点件数 

拠点名 相談件数 

北海道センター 158 

東北センター 190 

つくばセンター 3204 

東京本部 5 

臨海副都心センター 158 

中部センター 541 

関西センター 411 

中国センター 112 

四国センター 517 

九州センター 185 

上記の合計 5481 

相談件数 5221 

一相談で複数拠点にまたがる案件は、複数カウントされるため正味の相談件数より大きくなっている。 

 

3) 相談者の分類 

相談者の分類 全体件数 全体件数% 
GSJ以外

件数 
GSJ以外% 

GSJ

件数 
GSJ% 

大企業 1712 32.8% 1650 36.9% 62 8.2% 

中小企業 2179 41.7% 2053 45.9% 126 16.8% 

教育機関 333 6.4% 237 5.3% 96 12.8% 

公的機関 482 9.2% 337 7.5% 145 19.3% 

出版放送マスコミ 93 1.8% 15 0.3% 78 10.4% 

個人 310 5.9% 81 1.8% 229 30.5% 

その他 112 2.1% 96 2.1% 16 2.1% 

合計 5221 100.0% 4469 100.0% 752 100.0% 

 

 

 4)分野別問い合わせ件数 

ライフサイエンス 632 

情報通信・エレクトロニクス 589 

ナノテクノロジー・材料・製造 1604 

環境・エネルギー 812 

地質 752 

計測・計量標準 513 

その他 319 

合  計 5221 
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９）依頼出張・受託出張 

 外部機関からの要請により、研究打ち合わせ、調査、講演等のために、職員が出張する制度である。 

 

依頼・受託出張ユニット別人数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止年月日 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 7  2  2  1  5  17  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 11  17  6    3  37  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 2  1      1  4  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 14  8      5  27  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 4  5  1      10  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31   1        1  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～           0  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～           0  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～ 1  4      1  6  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～     1  1    2  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 3  1  2  2    8  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 1  9        10  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 8  3      2  13  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 5  4    2  1  12  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  1      4  6  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 16  12      2  30  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～           0  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 4  1        5  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 17  6      3  26  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 2  3      1  6  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 4  6    1  4  15  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 4  2        6  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   4  1      5  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 22          22  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 5  5        10  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 3          3  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～           0  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 2          2  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～         1  1  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 1  2        3  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2  1      5  8  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 2  3      7  12  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 19  4      1  24  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 2          2  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～           0  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31           0  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 16  16  6    3  41  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 10  2        12  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～           0  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 6  7  4  12  4  33  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 22  8  7    14  51  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 32  9      19  60  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   12  9  3  1  48  73  

計 260  156  33  20  134  603  

※国内案件のみ 
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10）委員の委嘱 

 産総研の職員が外部の委員等に就任し、必要とされる情報、アドバイス等の提供を行う。 

 

委員の委嘱ユニット別人数一覧 平成25年3月31日現在 

研究ユニット 分野 設立・廃止年月日 大学 法人 大企業 中小企業 その他 計 

ユビキタスエネルギー研究部門 環境・エネルギー 2004.04.01～ 16  84  1  1  31  133  

環境管理技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 5  50    1  21  77  

環境化学技術研究部門 環境・エネルギー 2004.05.01～ 2  43    1  10  56  

エネルギー技術研究部門 環境・エネルギー 2004.07.01～ 9  129  9  3  43  193  

安全科学研究部門 環境・エネルギー 2008.04.01～ 7  60  2    46  115  

水素材料先端科学研究センター 環境・エネルギー 2006.07.01～2013.03.31   6      1  7  

新燃料自動車技術研究センター 環境・エネルギー 2007.04.01～   29      5  34  

メタンハイドレート研究センター 環境・エネルギー 2009.04.01～ 1  3      3  7  

コンパクト化学システム研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   8  1  1    10  

先進パワーエレクトロニクス研究センター 環境・エネルギー 2010.04.01～   11  1      12  

太陽光発電工学研究センター 環境・エネルギー 2011.04.01～ 6  25  4    8  43  

バイオマスリファイナリー研究センター 環境・エネルギー 2012.04.01～ 3      1  3  7  

健康工学研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 16  25  1  4  15  61  

生物プロセス研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 6  13    1  6  26  

バイオメディカル研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 7  23  3    12  45  

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 ライフサイエンス 2010.04.01～ 12  148  6  2  42  210  

糖鎖医工学研究センター ライフサイエンス 2006.12.01～ 6  1  2    2  11  

生命情報工学研究センター ライフサイエンス 2007.04.01～ 3  3      6  12  

バイオメディシナル情報研究センター ライフサイエンス 2008.04.01～2013.03.31 7  1      3  11  

幹細胞工学研究センター ライフサイエンス 2010.04.01～ 1  5      6  12  

知能システム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2001.04.01～ 6  78  3  1  18  106  

情報技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2004.07.15～ 9  59  3    14  85  

ナノエレクトロニクス研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 3  44    5  8  60  

電子光技術研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～ 12  41    3  5  61  

セキュアシステム研究部門 情報通信・エレクトロニクス 2012.04.01～ 16  52    1  6  75  

ネットワークフォトニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.10.01～ 2  3  1      6  

デジタルヒューマン工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 2  21  1  1  11  36  

ナノスピントロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2010.04.01～ 1          1  

サービス工学研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2008.04.01～ 4  2  1  1  5  13  

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 情報通信・エレクトロニクス 2011.04.01～   11        11  

先進製造プロセス研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 5  118    1  39  163  

サステナブルマテリアル研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2004.04.01～ 3  53  1    22  79  

ナノシステム研究部門 ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 12  39    1  11  63  

ナノチューブ応用研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2008.04.01～ 1  11      1  13  

集積マイクロシステム研究センター ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～ 5  33  2    7  47  

ダイヤモンド研究ラボ ナノテクノロジー・材料・製造 2010.04.01～2013.03.31 1  6        7  

計測標準研究部門 計測・計量標準 2001.04.01～ 6  470  3    79  558  

計測フロンティア研究部門 計測・計量標準 2004.04.01～ 5  39  2    16  62  

生産計測技術研究センター 計測・計量標準 2007.08.01～   12      5  17  

地圏資源環境研究部門 地質 2001.04.01～ 1  92  4  4  111  212  

地質情報研究部門 地質 2004.05.01～ 11  59    2  105  177  

活断層・地震研究センター 地質 2009.04.01～ 12  43  2    44  101  

フェロー、事業組織・本部組織等 その他   29  270  5  7  225  536  

計 253  2,223  58  42  995  3,571  

※国内案件のみ 
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11）産業技術連携推進会議 

 約93の公設試験研究機関（支所を含む）並びに産総研との協力体制を強化し、これらの機関が持つ技術開発力及び

技術指導力をできる限り有効に発現させることにより、機関相互の試験研究を効果的に推進して、産業技術の向上を

図り、我が国の産業の発展に貢献するために、産業技術連携推進会議を設置し運営している。 

 平成19年度4月には本会議の組織改正を図り、技術分野を6部会に再編するとともに、新たに地域部会（事務局：地

域産学官連携センター）を設置し産業技術関連情報の相互提供、戦略の検討、活動状況及び活動成果の情報発信等を

行っている。 

 また、経済産業局ブロックごとに設置されている地域産業技術連携推進会議とも協力して地域関連施策の連携強化

を図っている。 

 

産業技術連携推進会議開催実績              平成25年3月31日現在 

部会等名称 開催回数 

総 会 1  

企画調整委員会 2  

技 

術 

部 

会 

ライフサイエンス部会 5  

情報通信・エレクトロニクス部会 4  

ナノテクノロジー・材料部会 32  

製造プロセス部会 20 

環境・エネルギー部会 7  

知的基盤部会 13  

地 

域 

部 

会 

北海道地域部会 18  

東北地域部会 14  

関東甲信越静地域部会 10 

東海・北陸地域部会 26  

近畿地域部会 20  

中国地域部会 21  

四国地域部会 10  

九州・沖縄地域部会 22  

地 

域 

産 

技 

連 

北海道地域産業技術連携推進会議 0  

東北地域産業技術連携推進会議 1  

関東甲信越静地域産業技術連携推進会議 1  

東海北陸地域産業技術連携推進会議 2  

近畿地域産業技術連携推進会議 3  

中国地域産業技術連携推進会議 2  

四国地域産業技術連携推進会議 1  

九州・沖縄地域産業技術連携推進会議 11  

合  計 246 
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④【国際部】 
（International Affairs Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：16名（7名） 

概 要： 

１）先進国の研究機関とは互いの強みを生かした補完

的研究協力を、アジア・BRICs 諸国の有力研究機

関とは現地資源を生かした互恵的研究協力を実施。 

２）産総研のネットワークを活用し、日本企業の海外

展開を支援。在タイ日系企業等を対象に、産総研イ

ノベーション・ワークショップ in タイを開催し、

計量標準技術の普及の成果や共同研究の事例を紹介。 

３）政策的要請に基づき、政府ミッションに貢献。特

に資源外交に貢献するため、ブラジルや南アフリカ

において、資源探査を実施。また、経済産業省委託

事業として、米国エネルギー省傘下の11の国立研究

所と、環境・エネルギー分野を中心に25テーマの研

究協力を展開。 

４）国際連携の強化に向けて、海外の主要研究機関と

研究協力覚書等を締結。さらに研究者の派遣・招へ

いなど、人材交流を推進。また、世界12ヶ国から16

の研究機関長が参加した、第1回世界研究機関長会

議を開催するなど、トップレベルの交流を促進。 

５）海外への技術の提供ならびに貨物の輸出に関し、

法令遵守の徹底を図るための取り組みを継続し、法

令遵守にかかる国の政策に貢献。海外での危機管理

については、海外での危機発生時に現地出張等して

いる研究者に対し、情報提供を実施し、リスク回避

に貢献。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［国際部］  

     部  長      宮崎 芳徳 

     審 議 役      二タ村 森 

     審 議 役      長嶋 雲兵 

     審 議 役      鹿野 郁夫 

総括主幹      橋本 佳三 

総括主幹      孫 正明 

 

   ［国際連携企画室］ 

    室  長      丹波 純 

総括主幹      村井 保夫 

 

   ［安全保障貿易管理室］ 

     室  長    （兼）鹿野 郁夫 

 

 

 

--------------------------------------------------------------------------- 
国際連携企画室（Global Collaboration Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 海外の主要研究機関等と良好な研究ネットワークを

構築し、人材交流や国際研究協力の推進を目指す。 

具体的には、 

１）研究協力覚書等の締結により、組織的連携を推進。 

２）産総研フェローシップ事業、米国インターンシッ

プ事業、研究者の派遣・招へい制度により、国際的

な人材交流を支援。 

１）産総研に来訪する海外の要人向け視察対応や、理

事長等幹部の海外研究機関の訪問等、トップセール

スを推進。 

２）米国再生可能エネルギー研究所において、クリー

ン・エネルギー技術分野の研究協力ワークショップ

を開催。また、東京において、11ヶ国からの研究者

等が参加した、バイオマスに関するワークショップ

を開催するなど、個別の研究事業の推進を支援。 

 

安全保障貿易管理室 

（Security Export Control Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 外国為替及び外国貿易法及び関係法令等を確実に遵

守するため、産総研の安全保障輸出管理体制の整備・

輸出管理を実施。また、大学や研究機関での輸出管理

体制整備への協力を実施。 

具体的には、 

１）研究ユニット等に対し輸出管理に関する研修を実

施。 

２）研究ユニット等の具体的案件に対して、輸出管理

相談、輸出管理指導を実施。 

３）具体的な輸出案件等の審査等を実施。 

４）大学や研究機関での輸出管理体制整備への協力と

して、経済産業省主催の研修会において講演を実施。 

５）産総研での外部人材受け入れに関し、外部人材の

事前登録業務を実施。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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１）海外出張 

 研究の推進を目的とした職員の海外出張について、平成24年度の出張者総数（国・地域別）は、3766名、実出張者

数（組織別）は、3453名。分類のカテゴリーは、以下のとおり。 

産総研予算による出張（一部外部予算の充当を含む）…運営費交付金等により行う出張 

外部予算による出張…文部科学省科学研究費補助金等、外部予算により行う出張 

依頼出張…外部機関からの依頼による出張。依頼元は、公益法人、民間企業、海外の大学・研究機関等。 

 

表１ 平成24年度外国出張者数（国・地域別） 

人数（人） 

国・地域名 
計 

1.産総研予算 

による出張（一

部外部予算の充

当を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

アジア・大洋州地域 

インド 47 20 24 3 

インドネシア 27 18 4 5 

カンボジア 8 3 5 0 

スリランカ 1 0 0 1 

シンガポール 64 30 28 6 

タイ 149 90 54 5 

ネパール 2 1 1 0 

フィリピン 12 9 2 1 

ブルネイ 3 1 2 0 

ベトナム 45 26 16 3 

マレーシア 19 13 6 0 

ミャンマー 5 1 4 0 

モンゴル 13 3 8 2 

ラオス 1 0 1 0 

韓国 310 188 92 30 

中国 301 163 102 36 

台湾 85 48 31 6 

日本（海外在住） 8 6 2 0 

オーストラリア 108 52 50 6 

ニュージーランド 53 48 5 0 

米州地域 

米国 1093 473 592 28 

カナダ 72 44 24 4 

アルゼンチン 4 2 1 1 

コスタリカ 3 2 0 1 

チリ 3 1 2 0 

ドミニカ共和国 1 0 1 0 

ブラジル 26 11 14 1 

ペルー 1 0 1 0 

ボリビア 2 0 0 2 

メキシコ 23 14 8 1 

ヨーロッパ地域 

アイスランド 3 2 1 0 

アイルランド 8 1 6 1 

イタリア 85 40 41 4 

ウクライナ 3 1 2 0 

ウズベキスタン 1 0 1 0 

英国 99 48 45 6 

エストニア 1 0 1 0 

オーストリア 39 16 22 1 

オランダ 53 23 30 0 

ギリシャ 11 5 6 0 

クロアチア 1 0 1 0 
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人数（人） 

国・地域名 
計 

1.産総研予算 

による出張（一

部外部予算の充

当を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

スイス 55 29 22 4 

スウェーデン 25 10 15 0 

スペイン 49 25 21 3 

スロベニア 5 4 1 0 

セルビア 1 1 0 0 

チェコ 12 6 5 1 

デンマーク 36 15 20 1 

ドイツ 272 146 113 13 

ノルウェー 21 15 5 1 

ハンガリー 8 7 1 0 

フィンランド 33 9 23 1 

フランス 247 147 90 10 

ベラルーシ 2 0 2 0 

ベルギー 49 25 21 3 

ポーランド 21 11 10 0 

ポルトガル 30 13 16 1 

マルタ 1 1 0 0 

ルーマニア 7 6 1 0 

ルクセンブルク 1 0 1 0 

ロシア 30 10 19 1 

その他の地域 

アラブ首長国連邦 6 3 3 0 

イラン 1 0 0 1 

ウガンダ 2 2 0 0 

エジプト 3 1 0 2 

カタール 4 4 0 0 

ケニア 1 1 0 0 

サウジアラビア 2 2 0 0 

トルコ 23 11 12 0 

パプアニューギニア 5 5 0 0 

モーリシャス 2 0 0 2 

モロッコ 1 0 0 1 

南アフリカ 18 4 13 1 

合 計 3766 1916 1650 200 

※1つの出張で数ヶ国にまたがる場合には、それぞれの国にカウントしております。 

 

表２ 平成24年度外国出張者数（組織別） 

人数（人） 

 

組織別 

計 

1.産総研予算 

による出張（一

部外部予算の充

当を含む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張 

理事長、理事、フェロー、顧問 57 54 1 2 

研究ユニット 3123 1517 1433 173 

 研究センター 757 365 369 23 

 研究部門 2359 1146 1064 149 

 研究ラボ 7 6 0 1 

本部組織 139 91 30 18 

地域センター 11 7 2 2 

その他 123 81 37 5 

合 計 3453 1750 1503 200 
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表３ 平成24年度外国出張者数（目的別） 

人数（人） 

目的 
計 

1.産総研予算

に よ る 出 張

（一部外部予

算の充当を含

む） 

2.外部予算 

による出張 
3.依頼出張  

国際会議・学会等 2536 1349 1070 117 

動向調査 184 80 94 10 

実地調査 135 43 83 9 

在外研究 71 43 28 0 

共同研究 276 111 153 12 

技術協力 71 28 21 22 

交渉折衝 40 30 4 6 

在外研修 10 4 6 0 

その他 130 62 44 24 

合 計 3453 1750 1503 200 

【各区分の定義】 

国際会議・学会等：国際会議や学会への参加  

動向調査：海外の大学・研究所・企業等を訪問し、動向を調査 

実地調査：地質調査等の野外における調査 

在外研究：海外の大学・研究所等における研究 

共同研究：海外の大学・研究所等との共同研究の実施 

技術協力：JICA 専門家等として、海外機関における技術協力 

交渉折衝：海外の大学・研究所等における交渉、折衝 

在外研修：海外の大学・研究所等における研修 

そ の 他：上記に属しないもの 

 

２）外国人研究者受入 

 研究の推進を目的として、海外の研究機関、大学等から外国人研究者の受け入れを実施している。平成24年度は、

145名を受け入れた。 

 

表４ 平成24年度外国人研究者受入実績 

受入制度 受入人数 
外国人外来研究員 
（内 JSPSフェロー23人） 

145 

合   計 145 

※ 新規受入分、滞在6日以上 

【各区分の定義】 

・外来研究員：産総研以外の者であって、自己の知見、経験等を活かし研究の推進に協力するために行う研究、調査、 

指導、助言等を行う者で原則として5年以上研究に従事した者をいう。 

・JSPS フェロー：JSPS フェローシップにより来日している外国人外来研究員
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表５ 平成 24年度外国人研究者受入実績（国・地域別） 

              人数 

国・地域別 
外来研究員 

アジア・大洋州地域 

インド 12 

インドネシア 2 

韓国 10 

タイ 9 

台湾 3 

中国 24 

フィリピン 1 

ベトナム 5 

オーストラリア 3 

米州地域 

米国 17 

カナダ 4 

アルゼンチン 1 

チリ 1 

ベネズエラ 1 

ペルー 1 

メキシコ 2 

ヨーロッパ地域 

イタリア 2 

英国 1 

オランダ 2 

スペイン 2 

スロバキア 1 

デンマーク 1 

ドイツ 7 

フィンランド 2 

フランス 18 

ベルギー 1 

ロシア 5 

その他の地域 

エジプト 2 

エチオピア 1 

チュニジア 1 

トルコ 1 

南アフリカ 1 

南スーダン 1 

合計 145 

表６ 平成 24年度外国人研究者受入実績（組織別） 

                 人数 

組織別 
外来研究員 

ユビキタスエネルギー研究部門 8 

環境管理技術研究部門 10 

環境化学技術研究部門 1 

エネルギー技術研究部門 7 

安全科学研究部門 5 

水素材料先端科学研究センター 1 

新燃料自動車技術研究センター 2 

メタンハイドレート研究センター 0 

コンパクト化学システム研究センター 3 

先進パワーエレクトロニクス研究センタ

ー 
1 

太陽光発電工学研究センター 8 

バイオマスファイナリー研究センター 5 

健康工学研究部門 3 

生物プロセス研究部門 5 

バイオメディカル研究部門 8 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 4 

連鎖医工学研究センター 3 

生命情報工学研究センター 1 

バイオメディシナル情報研究センター 0 

幹細胞工学研究センター 1 

知能システム研究部門 16 

情報技術研究部門 1 

ナノエレクトロニクス研究部門 5 

電子光技術研究部門 1 

セキュアシステム研究部門 4 

ネットワークフォトニクス研究センター 0 

デジタルヒューマン工学研究センター 0 

ナノスピントロニクス研究センター 2 

サービス工学研究センター 1 

フレキシブルエレクトロニクス研究セン

ター 
2 

ナノデバイスセンター 0 

先進製造プロセス研究部門 3 

サステナブルマテリアル研究部門 0 

ナノシステム研究部門 10 

ナノチューブ応用研究センター 0 

集積マイクロシステム研究センター 0 

ダイヤモンド研究ラボ 0 

計測標準研究部門 5 

計測フロンティア研究部門 0 

生産計測技術研究センター 0 

計量標準管理センター 0 

地圏資源環境研究部門 4 

地質情報研究部門 8 

活断層・地震研究センター 7 

地質調査研究センター 0 

関西産学官連携センターバイオベースポ

リマー連携研究体 
0 

合計 145 
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３）技術研修 
 「独立行政法人産業技術総合研究所技術研修規程」（13規程第23号）に則り、外国の大学及び研究機関等から派遣さ

れた者に対して研究所が蓄積してきた技術ポテンシャルを基に、産業科学技術の発展及び継承を図るために技術研修を

実施している。 
 また、(独)国際協力機構（JICA）や(社)日本学術振興会（JSPS）、 (社)科学技術国際交流センター（JISTEC）、

日欧産業協力センターからの依頼により、JICA 集団研修、個別研修、JSPS サマープログラム研修、ウインターイン

スティテュートプログラム研修やヴルカヌス・イン・ジャパン プログラム研修を実施している。 
 平成24年度は､6日以上滞在の技術研修員受入数は53名、5日以下 2名の総数 55名を受け入れた。 

（平成23年度から継続滞在 [6日以上滞在9名] を含むと、64名となる。） 
 
表７ 平成24年度 国際技術研修受入実績（制度別） 

制   度 6日以上 5日以下 計 

技術研修（JICA／サマー／ウインター 研修以外） 48 2 50 

サマープログラム研修 2  2 

ウインターインスティテュート研修 1  1 

JICA 個別研修 2  2 

  小 計 53 2 55 

 
   平成23年度からの継続 

技術研修 9  9 

  小 計 9  9 

      

 合 計 62         2  64 

 
表８ 平成24年度 国際技術研修受入実績（組織別） （6日以上滞在） 

人数（人） 
組織別 計 JICA ｳｨﾝﾀｰ 

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

ユビキタスエネルギー研究部門 1    1 

環境管理技術研究部門 4    4 

環境化学技術研究部門 2 2    

エネルギー技術研究部門 2  1  1 

メタンハイドレート研究センター 9    9 

太陽光発電工学研究センター 3    3 

バイオマスリファイナリー研究センター 1    1 

健康工学研究部門 1    1 

生物プロセス研究部門 3   1 2 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 1    1 

知能システム研究部門 2    2 

ナノエレクトロニクス研究部門 4    4 

電子光技術研究部門 7    7 

セキュアシステム研究部門 1    1 

サービス工学研究センター 1    1 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 1   1  

先進製造プロセス研究部門 1    1 

ナノシステム研究部門 2    2 

計測標準研究部門 4    4 

生産計測技術研究センター 1    1 

地圏資源環境研究部門 1    1 

地質情報研究部門 1    1 

計 53 2 1 2 48 
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表９ 平成24年度 国際技術研修 国・地域別受入一覧表 （6日以上滞在） 

 

表10-1 平成24年度 国際技術研修受入実績（組織別；平成23年度からの継続；6日以上滞在） 

人数（人） 
組織別 計 JICA 技術研修 

エネルギー技術研究部門 1  1 

生物プロセス研究部門 1  1 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 1  1 

ナノスピントロニクス研究センター 1  1 

先進製造プロセス研究部門 3  3 

生産計測技術研究センター 1  1 

地質情報研究部門 1  1 

計 9  9 

 
表10-2 平成24年度 国際技術研修国・地域別受入一覧表 （平成23年度からの継続；6日以上滞在） 

人数(人) 
国・地域別 受入人数 JICA 技術研修 

アジア・大洋州地域 
日本 1  1 

中国 1  1 

インド 1  1 

米州地域 

メキシコ 1  1 

チリ 1  1 

ヨーロッパ地域 

ドイツ 2  2 

ハンガリー 1  1 

スペイン 1  1 

合 計 9  9 

人数（人） 
国・地域別 受入人数 JICA ｳｨﾝﾀｰ 

ｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ ｻﾏｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 技術研修 

 アジア・大洋州地域 
インド 3    3 

韓国 12  1  11 

タイ 2    2 

中国 7    7 

フィリピン 1    1 

台湾 1    1 

マレーシア 2 2    

パキスタン 1    1 

 米州地域 

メキシコ 3    3 

米国 7   2 5 

アルゼンチン 1    1 

 ヨーロッパ地域  

スペイン 1    1 

デンマーク 2    2 

ギリシャ 1    1 

スロバキア 1    1 

チェコ 1    1 

フランス 3    3 

マルタ 1    1 

ロシア 1    1 

その他の地域 

アルジェリア 2    2 

合 計 53 2 1 2 48 
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４）外国機関等との覚書・契約等 
 外国機関等との組織的な研究協力を推進するにあたり、研究協力覚書を締結している。研究協力覚書は、産総研全

体として諸外国の主要研究機関との連携強化を目指して戦略的に締結する包括研究協力覚書、個別研究分野での研究

協力促進を目的とする個別研究協力覚書の2種類がある。平成24年度に有効な包括研究協力覚書、個別研究協力覚書

の実績は表11、12のとおりである。 
 平成24年度は、包括研究協力覚書では、中国上海交通大学（SJTU）、米国オークリッジ国立研究所（ORNL）、

米国サバンナリバー国立研究所（SRNL）、ドイツフラウンホーファー研究機構（FhG）との間で4件の新規締結、

またインド科学技術省バイオテクノロジー局（DBT）、インド科学技術省科学産業研究機構（CSIR）、中国科学院

（CAS）との間で3件の更新を行い、組織的な研究協力や人材交流の促進、国際共同研究の提案等のための基盤整備

を行った。また研究協力覚書に基づいて、研究機関との間でワークショップ等を実施し、連携成果の確認や新たな研

究連携課題の探索等、情報交換の場を設けた。これにより各外国機関等との科学技術分野での連携を実施し、研究協

力活動、研究者交流の促進を図っている。 
 
 
表11 外国機関等との包括研究協力覚書 

国・地域名 機関名 

アジア・大洋州地域 

インド 
科学技術省バイオテクノロジー局（DBT: Department of Biotechnology） 
科学技術省科学産業研究機構（CSIR: Council of Scientific and Industrial 
Research） 

中国 
中国科学院（CAS: Chinese Academy of Sciences） 
上海交通大学（SJTU: Shanghai Jiao Tong University）* 

台湾 工業技術研究院（ITRI: Industrial Technology Research Institute） 

韓国 韓国産業技術研究会 
（ISTK: Korea Research Council for Industrial Science and Technology）  

インドネシア インドネシア技術評価応用庁 
（BPPT: Agency for the Assessment and Application of Technology） 

マレーシア マレーシア標準・工業研究所 (SIRIM Berhad) 
ベトナム ベトナム科学技術院（VAST: Vietnam Academy of Science and Technology） 

タイ 

国家科学技術開発庁 
（NSTDA: National Science and Technology Development Agency） 
タイ科学技術研究所 
（TISTR: Thailand Institute of Scientific and Technological Research） 

シンガポール 科学技術研究局 (A*STAR: Agency for Science, Technology and Research) 

オーストラリア 連邦科学産業研究機構 
（CSIRO: Commonwealth Scientific and Industrial Research Organisation） 

モンゴル・日本 

モンゴル鉱物資源・エネルギー省（MMRE: Ministry of Mineral Resources and 
Energy）、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC: Japan Oil, 
Gas and Metals National Corporation） 

米州地域 

米国 

国立標準技術研究所 
（NIST: National Institute of Standards and Technology） 
ローレンス・バークレー国立研究所 
（LBNL: Lawrence Berkeley National Laboratory） 
国立再生可能エネルギー研究所 
（NREL: National Renewable Energy Laboratory） 

ロスアラモス国立研究所（LANL: Los Alamos National Laboratory） 

ローレンス・リバモア国立研究所 
（LLNL: Lawrence Livermore National Laboratory） 

サンディア国立研究所（SNL: Sandia National Laboratories） 
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国・地域名 機関名 

米国 

ニューヨーク州立大学ナノスケール理工学部 
（CNSE: College of Nanoscale Science and Engineering of the University at 
Albany - State University of New York） 
オークリッジ国立研究所（ORNL: Oak Ridge National Laboratory）* 
サバンナリバー国立研究所（SRNL: Savannah River National Laboratory）* 

ヨーロッパ地域 

ノルウェー 

ノルウェー科学技術大学（NTNU: Norwegian University of Science and 
Technology) 
エネルギー技術研究所（IFE: Institute for Energy Technology） 
産業科学技術研究所（SINTEF: The Foundation for Scientific and Industrial 
Research） 

フィンランド フィンランド技術研究センター（VTT: Technical Research Centre of Finland） 

フランス 

国立科学研究センター（CNRS: Centre national de la recherche scientifique） 
原子力代替エネルギー庁技術研究部門 
（CEA-DRT: Direction de la recherche technologique, Commissariat à l'énergie 
atomique et aux énergies alternatives） 

ドイツ 

ヘルムホルツ協会（Helmholtz Association of German Research Centres）  
カールスルーエ技術研究所（Karlsruhe Institute of Technology）  
ユーリッヒ研究センター（Forschungszentrum Jülich GmbH)  
フラウンホーファー研究機構（FhG: Fraunhofer-Gesellschaft zur Förderung der 
angewandten Forschung e. V.）* 

ベルギー IMEC インターナショナル 
（IMEC: Interuniversity Microelectronics Center International） 

その他の地域 

南アフリカ共和国・日本 
地質調査所（CGS: Council for Geosciences）、独立行政法人石油天然ガス・金属

鉱物資源機構（JOGMEC: Japan Oil, Gas and Metals National Corporation） 
注）平成24年度に有効な包括研究協力覚書。*印は24年度新規締結分。 

 
表12 外国機関等との個別研究協力覚書 

国・地域名 機関名 研究ユニット名 

アジア・大洋州地域 

オーストラリア オーストラリア国立標準研究所 
（NMIA: National Measurement Institute, Australia） 計量標準総合センター 

タイ 

国立計量研究所 
（NIMT: National Institute of Metrology, Thailand） 計量標準総合センター 

鉱物資源局（DMR: Department of Mineral Resources, 
Ministry of Natural Resources and Environment） 地質調査総合センター 

ニュージーランド ニュージーランド地質・核科学研究所（GNS: GNS 
Science） 地質調査総合センター 

モンゴル 
モンゴル鉱物資源石油管理庁 
（MRPAM: Geological Department of Mineral Resources 
and Petroleum Authority of Mongolia） 

地質調査総合センター 

韓国 

韓国標準科学研究院（KRISS: Korea Research Institute of 
Standards and Science） 計量標準総合センター 

韓国技術標準院（KATS: Korean Agency for Technology 
and Standards） 計量標準総合センター 

韓国地質資源研究院（KIGAM: Korea Institute of 
Geoscience and Mineral Resources）* 地質調査総合センター 

韓国電子通信研究院（ETRI: Electronics and 
Telecommunications Research Institute） 知能システム研究部門 

韓国窯業技術院（KICET: Korea Institute of Ceramic 
Engineering and Technology） 先進製造プロセス研究部門 

台湾 
国立成功大学 
（Disaster Prevention Research Center, National Cheng 
Kung University） 

活断層・地震研究センター 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

中国 

中国計量科学研究院（NIM: National Institute of 
Metrology） 計量標準総合センター 

上海交通大学（SJTU: Shanghai Jiao Tong University）  集積マイクロシステム研究セン

ター 

華東理工大学（ECUST: East China University of Science 
and Technology）* ナノシステム研究部門 

中国・韓国 

中国計量科学研究院（NIM: National Institute of 
Metrology）、 
韓国標準科学研究院（KRISS: Korea Research Institute of 
Standards and Science） 

計量標準総合センター 

日本・マレーシア 九州工業大学、マレーシアプトラ大学（Kyushu Institute of 
Technology, University Putra Malaysia） 

バイオマスリファイナリー研究

センター 

米州地域 

カナダ 
国立ナノテクノロジー研究所 
（NINT: National Institute for Nanotechnology, National 
Research Council of Canada） 

ナノシステム研究部門 

米国 

米国地質調査所（USGS: United States Geological 
Survey） 地質調査総合センター 

国立標準技術研究所（NIST: National Institute of 
Standards and Technology） 計量標準総合センター 

メキシコ 

メキシコ計量センター（CENAM: Centro Nacional de 
Metrología） 計量標準総合センター 

メキシコ国立自治大学（UNAM: Universidad Nacional 
Autónoma de México） 健康工学研究部門 

ブラジル 

国立工業度量衡・品質規格院（INMETRO: National 
Institute of Metrology, Quality and Technology） 計量標準総合センター 

ブラジル鉱産局（DNPM: National Department of Mineral 
Production）* 地質調査総合センター 

ヨーロッパ地域 

オーストリア 
オーストリア地質調査所 
（GBA: Geological Survey of Austria）* 地質調査総合センター 

ヨハネスケプラー大学（Johannes Kepler University Linz) 生命情報工学研究センター 

ドイツ 

ドイツ連邦物理工学研究所 
(PTB: Physikalisch-Technische Bundesanstalt) 計量標準総合センター 

パウル・ドルーテ固体電子工学研究所（PDI: Paul Drude 
Institute for Solid State Electronics） ナノエレクトロニクス研究部門 

オランダ オランダ計量研究所（NMiVan Swinden Laboratorium 
B.V.） 計量標準総合センター 

スイス 国立放射性廃棄物協議機構（NAGRA: National Cooperative 
for the Disposal of Radioactive Waste） 地圏資源環境研究部門 

スロバキア スロバキア科学アカデミー（IMS SAS: Institute of 
Measurement Science, Slovak Academy of Sciences） 電子光技術研究部門 

ロシア 
ロシア計量試験科学研究所 
（VNIIMS：All-Russian Scientific-Research Institute of 
Metrological Service of Gosstandart of Russia） 

計量標準総合センター 

英国 シェフィールド大学（University of Sheffield） エネルギー技術研究部門 

その他の地域 

トルコ 

トルコ共和国鉱物資源調査開発総局 
（MTA: Mineral Research & Exploration General 
Directorate） 

地質調査総合センター 
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国・地域名 機関名 研究ユニット名 

米国・ドイツ 

国立再生可能エネルギー研究所（NREL: National 
Renewable Energy Laboratory）、 
フラウンホーファー研究機構太陽エネルギーシステム研究所

（Fraunhofer ISE: Fraunhofer-Institut für Solare 
Energiesysteme ISE, Fraunhofer-Gesellschaft zur 
Förderung der angewandten Forschung e.V.）* 

太陽光発電工学研究センター 

APMP 加盟国 アジア太平洋計量計画（APMP: Asia Pacific Metrology 
Program） 計量標準総合センター 

アボガドロ定数協定

加盟国 
 

国際度量衡局（BIPM: Bureau International des Poids et 
Mesures）、イタリア計量研究所（INRIM: L'Istituto 
Nazionale di Ricerca Metrologica）、オーストラリア国立標

準研究所（NMIA: National Measurement Institute, 
Australia）、ドイツ連邦物理工学研究所（PTB: 
Physikalisch-Technische Bundesanstalt） 

計量標準総合センター 

注）平成24年度に有効な個別研究協力覚書。 *印は24年度新規締結分。 
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５）その他の連携活動 

 

表13 平成24年度 主な国際シンポジウム等（国際部扱い） 

国際シンポジウム等名称 開催場所 開催期間 備考 

第6回VAST-AISTワークショップ ハノイ(ベトナム) 2012年6月18日～19日 主催 

バイオマス事業化に向けた国際シンポジウム

(SATREPS) 東京(日本) 2012年9月3日～4日 共催 

産総研イノベーション・ワークショップinタイ バンコク(タイ) 2012年10月30日 主催 

上海交通大学とのMEMSシンポジウム 上海(中国) 2012年11月5日～6日 共催 

第9回バイオマス・アジアワークショップ 東京(日本) 2012年12月3日～4日 主催 

TISTR-AISTワークショップ つくば(日本) 2013年1月28日～29日 主催 

日米研究協力ワークショップ プレザントン(アメリカ) 2013年3月12日 共催 

※ 国際シンポジウム等開催 全17件 

研究ユニット等が主催し国際部が関与しない国際会議等のうち、重要なものは下記URLにて紹介されております。 

 http://www.aist.go.jp/db_j/list/l_event_old_event_main.html  
 
 

表14 平成24年度 主な外国要人来訪 

国地域名・機関名・役職 来訪者 

駐日オマーン大使 ハリッド アル ムスラヒ 

駐日ルワンダ大使 チャールズ ムリガンデ 

ベルギーIMEC 総裁 ルーク バンデホーブ 

スイス連邦エネルギー庁長官 ウォルター シュタインマン 

駐日南アフリカ大使 モハウ ペコ 

駐日マラウィ大使 ルーベン ングウェンヤ 

中国科学院（CAS）副院長 詹文龍 

タイ科学技術研究所（TISTR）長官 ヨンブット サオバプラック 

インドネシア技術評価応用長（BPPT）長官 マルサン アジズ イスカンダール 

駐日エジプト大使 マムドウハ モスタファ 

台湾工業技術研究院（ITRI）院長 徐爵民 

エストニア教育科学省次官 ジャナール ホルム 

カナダ自然科学・工学研究会議（NSERC）理事長 スザンヌ フォルティエ 

韓国外交通商部エネルギー資源大使 パク ノビョク 

タイ ナノテクノロジー研究センター（NANOTEC） 

執行委員会委員長 
パイラッシュ サジャヤンポン 

フランス日仏パートナーシップ担当 外務大臣特別代表 ルイ シュヴァイツァー 

フランス生産力再建大臣付中小企業・イノベーション・ 

デジタル経済担当大臣 
フルール ペルラン 

※ 公式訪問 全118件 
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⑤【ベンチャー開発部】 
（Division for Start-ups） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：9名（3名） 

概 要： 

「スタートアップ開発戦略タスクフォース」（以下、

タスクフォース）によるベンチャー企業を創出する

取組みとベンチャー技術移転促進措置実施規程を根

拠としたベンチャー創出後の支援を柱に、より成功

確率の高いベンチャーの創出・支援を行う。 

2012年度の取組みは以下の通り。 

○ベンチャー企業創出の取組み 

１）新規タスクフォース3件と継続タスクフォース3

件を実施し、ベンチャー創業に向けたビジネスモデ

ルの策定や技術開発等の集中的な取組みを行った。

タスクフォースからベンチャー企業3社を創業し、産

総研技術移転ベンチャーは累計115社（内タスクフォ

ース発ベンチャーは累計45社）となった。２）タス

クフォースの候補案件について、先行技術調査、市

場性調査等を実施し、事業性の把握に努めた。３）

人材育成の一環として、創業に関心を有する研究者

を対象としたビジネスプラン作成のための研修や各

種セミナーを企画・開催した。 

○ベンチャー創業後の支援 

１）法務・経営・財務等各種専門家と12件の請負契

約のもと、起業者及び既存ベンチャーに専門家相談

の場を提供した。また、3社について、会社定款認証

や会社設立登記手続きなどの支援業務を行った。

２）3社については審査のうえ、産総研技術移転ベン

チャーの称号を付与するとともに、知的財産権およ

び施設等の使用に関する技術移転促進措置を実施し

た。３）創出したベンチャー間の交流促進、および

ベンチャー支援機関等関係者とのネットワーク構

築・連携のため、スタートアップスクラブの一環と

して「早稲田大・産総研ベンチャーフォーラム」を

開催した。 

○ベンチャー創出支援事業に関する検証 

産総研第3期中期計画に従い、外部委員5名と内部

委員1名からなる検証委員会を設置して、これまでの

ベンチャー創出支援事業の取組みにおける成果及び

問題点ならびに制度上のあい路等について検証を実

施した。各施策については一定の評価が得られ、さ

らにイノベーション推進本部機能を活用した戦略的

取組みの強化、発展性のあるベンチャーの創出を通

じたイノベーションへの一層の貢献を期待との結果

であった。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 

 

機構図（2013/3/31現在） 

 

[ベンチャー開発部] 

部長          米田 晴幸 

次長          岩崎 孝志 

スタートアップ・アドバイザー 

              平林 隆 

              竹生 一行 

              岡本 裕重 

              工藤 泰彦 

  [ベンチャー開発企画室] 室長 北川 良一 

  [ベンチャー支援室]   室長 大曽根 均 

--------------------------------------------------------------------------- 
スタートアップ・アドバイザー（Start-up Advisor） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 産総研内のベンチャー化に適した技術シーズの発掘

とともに、タスクフォースを統括し、ベンチャー創業

に向けて必要な追加的研究開発やビジネスモデルの策

定等を行う。必要に応じて、産総研の職を離れ、創業

後の企業経営に参画する。 

 

ベンチャー開発企画室（Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 ベンチャー開発部の活動計画の企画・立案、活動に

伴う総合調整、部予算の管理及びタスクフォースの運

営管理に関する業務を行う。また、ハイテクベンチャ

ーの創出を担うイノベーションプラットフォーム化に

向けて組織改革や制度改革を推進するとともに、産総

研内部の人材育成や意識改革を図るために、ベンチャ

ー創出に関する職員向け研修やセミナーの企画・運営、

さらに、成果の発信のための広報活動を行う。 

 

ベンチャー支援室（Office of Business Development） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

ベンチャー支援に係る企画及び立案、並びにベンチ

ャーに対する支援・手続等に関する業務を実施する。 

 具体的には、産総研の知財を用いて起業を希望する

者からの事業プラン、資金調達及び販路開拓等、創業

前後に関する相談に対応する。 

 また、「産総研ベンチャー技術移転促進措置実施規

程」に基づく称号付与及び技術移転促進措置の実施に

関する事務を行う。併せて、産総研内外と連携し新た

な支援策の創出を図る。 

 

2012年度実績 

○スタートアップ開発戦略タスクフォース 

・ベンチャー創出・支援研究事業 5件 
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新規案件 3件 

継続案件 2件 

・カーブアウト事業 1件 

新規案件 0件 

継続案件 1件 

 

○ベンチャー支援室が受けた創業関連相談件数 

108件 

 

○会社設立等支援業務の実施数 

3件 

 

○産総研技術移転ベンチャー 

・産総研技術移転ベンチャー企業数 

新規 3社（累計115社） 

・支援期間中ベンチャー企業数 

  21社（2013年3月31日現在） 

 

・産総研技術移転ベンチャーのうち、スタートアップ 

開発戦略タスクフォース発ベンチャー企業数 

新規 3社（累計45社） 

 

○研修 

・「研究成果の実用化のための事業戦略研修」 

  実施回数：1回（6名が受講） 

・成果活用人材育成研修 

「ベンチャー創業に関心を有する職員向けアラカルト

セミナー」 

  実施回数：3回（3回合計で150名が参加） 

    

 

表1 2012年度に称号付与した産総研技術移転ベンチャー一覧 

 企業名 称号付与年月日 創出元研究ユニット 備考 

1 （株）グリーン・パイロラント  2012/09/03 安全科学研究部門 TF 案件 

2 サイトセンシング（株） 2012/10/01 ﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究部門 TF 案件（ｶｰﾌﾞｱｳﾄ事業） 

3 （株）ライフセム 2012/10/01 バイオメディカル研究部門 TF 案件 

 
○ベンチャー開発部の共催イベント 

・「早稲田大・産総研ベンチャーフォーラム 

～明日に羽ばたくベンチャー起業を目指して～」 

2012年6月29日開催 

会場：早稲田大学 小野記念講堂 

参加者数：132名 

 

○展示会・見本市への出展 

1. JASIS2012 
開催期間：2012年9月5日～9月7日 

開催場所：幕張メッセ国際展示場 

 

2. BioJapan2012 
開催期間：2012年10月10日～10月12日 

開催場所：パシフィコ横浜 

 

3. 産総研オープンラボ2012 

開催期間：2012年10月25日～10月26日 

開催場所：産総研 

 

4. 産業交流展2012 
開催期間：2012年11月20日～11月22日 

開催場所：東京ビッグサイト 

 

5. SAT テクノロジー・ショーケース2013 
開催期間：2013年1月22日 

開催場所：つくば国際会議場 

 

6. 第6回 つくば産産学連携促進市 in アキバ 

開催期間：2013年2月19日 

  開催場所：秋葉原ダイビル2階コンベンションホール 
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⑥【国際標準推進部】 
（International Standards Promotion Division） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：8名（5名） 
概 要： 

 産総研の研究ポテンシャルを活用した標準化研究開発

を実施することにより、標準化に貢献し、もって我が国

の産業競争力強化や安心・安全な社会の実現に貢献する

各種活動を行っている。 

 外部有識者を含む委員による「標準化戦略会議」を設

置し、産総研が研究開発と標準化を一体的に推進するた

めの大枠の活動方針について検討を進めている。 

 標準化を目的とした研究開発は、社会ニーズや行政か

らの要請を受けて運営費交付金によって行う「標準基盤

研究」、経済産業省からの委託を受けて行う「工業標準

化推進事業」などの事業として行っている。これら研究

開発の成果は、国内標準（JIS）、国際標準（ISO、

IEC）などの公共財として世の中に出され、社会に貢献

する。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 
［国際標準推進部］             

               部長  松田 宏雄 
               審議役 奈良 広一 
 ［標準企画室］      室長  服部 浩一郎 
 ［標準化推進室］     室長  田中 伸一 

  ［試験システム開発支援室］室長  川原崎 守 
 
--------------------------------------------------------------------------- 
 

標準企画室（Standards Planning Office） 
（つくば中央第2） 

概 要： 
 標準に係る企画及び立案並びに総合調整、研究ユニ

ット等における標準化計画の策定の支援、標準化戦略

会議の事務局を行っている。 

 
標準化推進室（Standardization Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 

 研究成果の規格化の推進、標準化に関する活動の支

援、ナノテク標準化活動等の国際標準化活動に関する

支援・事務局業務、標準化普及のための広報活動、研

究情報公開データベースの整備を行っている。 

 
試験システム開発支援室 
（Testing System Cooperation Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 標準への適合性評価に関する活動の調査・支援、認

証及び認定に関する活動の調査・支援、鉱工業の科学

技術に係る依頼試験等の受付、管理及び立ち上げ支援

を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 

１）標準提案 

  標準化を通じた研究開発成果の普及や社会からの要請への対応のため、標準基盤研究や工業標準化推進事業等の

外部制度の活用を通じて、標準化のために必要な研究を実施している。 

平成24年度 標準提案数 計34件 

 国際標準（ISO、IEC 等）  15件 

 国内標準（JIS、TS）  19件 

 
２）国際会議の役職者等 

  産総研の研究者は、ISO 等の国際会議の議長、幹事、コンビーナ等、並びに技術専門家（エキスパート）とし

て審議に貢献している。これらの貢献を促進するため、国際会議への旅費補助などの支援を行っている。 
 

 

 

３）鉱工業の科学技術に係る依頼試験 

  産総研の研究成果に基づく試験、分析、校正を有料で実施している。 
平成24年度 依頼試験実施件数 計7件 

 材料及び製品の試験 火薬類の試験 

（自動車用緊急保安炎筒試験） 

 1件 

 基準太陽電池セル校正 一次基準太陽電池セルの校正  6件 

 

議長、幹事、コンビーナ のべ 48人 

エキスパート のべ179人 
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⑦【つくばイノベーションアリーナ推進部】 

（Tsukuba Innovation Arena Promotion Division） 

------------------------------------------------------------------------ 
所在地：つくば中央第2 

人 員：16名（7名） 

概 要： 

 つくばイノベーションアリーナ推進部は、「つくば

イノベーションアリーナナノテクノロジー拠点

（TIA-nano）」の形成を通じて、産総研のミッション

である「21世紀型課題の解決」、「オープンイノベーシ

ョンのハブ機能の強化」をその業務としている。 

 TIA-nano は、世界水準の先端ナノテク研究設備・

人材が集積するつくばにおいて、内閣府、文部科学省

及び経済産業省の支援を得て、産総研、物質・材料研

究機構（NIMS）、筑波大学が中核となって産業界と

共に世界的なナノテクノロジー研究・人材育成拠点構

築を目指すもので、2009年6月に発足した。2012年4月

からは高エネルギー加速器研究機構（KEK）が参画

して、4機関により推進されている。 

 TIA-nano の活動は中核4機関の各担当部局から構

成される TIA-nano 運営最高会議事務局が担っており、

この中で、つくばイノベーションアリーナ推進部は、

企画・運営において中心的な役割を果たしている。さ

らに、産総研内では、最先端研究開発支援プログラム

等の TIA-nano の拠点を活用するプロジェクトの支援

と、TIA-nano が直営するパワーエレクトロニクスの

民活型新規プロジェクトの立ち上げと運営、さらに拠

点の共用施設の一翼を担う IBEC センターの運営な

どを行っている。 

1. TIA-nano の運営体制強化 

  TIA-nano の効果的な運営を推進するため、運営

最高会議議長直下の会議体「中核4機関理事会議」、

「正副事務局長会議」を昨年度末に立ち上げ、今年

度は定期的に開催して運営に関わる重要事項の意思

決定を迅速化した。 

2. コアインフラ強化と拠点活用プロジェクト支援 

 スーパークリーンルーム（SCR）を始めとする

コアインフラの強化に取り組み、これを活用する最

先端研究開発支援プログラムを始めとする各種の研

究開発プロジェクトの支援を行った。  

3. TPEC 設立と運営支援 

 産総研と企業が協働して、SiC（炭化珪素）パワ

ーデバイスの研究開発と産業化を推進するオープン

イノベーションの組織体「つくばパワーエレクトロ

ニクスコンステレーション（TPEC）」を立ち上げ、

本格的な活動を行った。 

4. TIA 連携棟の整備推進 

 TIA 連携棟は、つくば西の SCR 棟と直結して建

設が進められている TIA-nano の研究開発、人材育

成等の中核拠点である。この機能の具体化、運用に

ついての企画・調整を進めた。 

5. IBEC センター等の活動 

 所内共用施設（旧テクニカルセンター）と所外公

開共用施設（旧 IBEC-IP）の予算・課金の統括管

理を行い、正確な運営状況の把握と詳細な運営計画

の検討が行えるようになった。また、種々の機会を

利用して IBEC-IP の宣伝を行い、所外利用の実績

向上に努めた。さらに、中核4機関による共用施設

タスクフォースを立ち上げ、施設運営の情報交換、

共同広報活動、運用協力の検討などを行い、各施設

を網羅する「共用施設データベース」構築作業を開

始するなど、TIA コアインフラとしての持続的な

運用を目指す活動を行った。 

6. 各種展示会へ出展、公開シンポジウム開催、学術

誌への TIA-nano 関連記事の投稿、パンフレット・

ホームページ等による広報活動を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図(2013/3/31現在) 

 

[つくばイノベーションアリーナ推進部] 

部長   岩田 普 

審議役   岡田 道哉 

審議役   鈴木 浩一 

[TIA 企画室] 

室長   榊原 陽一 

室長代理   真中 民雄 

[IBEC センター] 

センター長   村上 純一 

副センター長 高野 史好 

--------------------------------------------------------------------------- 
TIA 企画室（TIA Promotion Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. つくばイノベーションアリーナの推進に関する基

本方針の企画及び立案並びに総合調整。 

2. つくばイノベーションアリーナの推進に関する情

報の収集、分析及び調査。 

 

IBEC センター（IBEC Center） 

（つくば中央第2他） 

概 要： 

 担当業務は次のとおりである。 

1. IBEC センターの運営の基本方針の企画及び立案

並びに総合調整。 

2. 研究用品の依頼試作及び工作。 

3. IBEC センターに登録された機器及び装置を利用

した依頼分析。 

4. IBEC 機器等を利用した技術研修。 
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⑧【イノベーションスクール】 
（Innovation School） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくばセンター 

人 員：2名（2名） 

概 要： 

 産総研イノベーションスクール制度は、産総研特別

研究員および産総研にて技術研修を行う博士課程の学

生を対象として、特定の専門分野について科学的・技

術的な知見を有しつつ、より広い視野を持ち、異なる

分野の専門家と協力するコミュニケーション能力や協

調性を有する人材の輩出を目指す事業である。「産総

研イノベーションスクール制度」では、本格研究に関

する講義、本格研究実践のためのツールを用いた研修、

キャリアカウンセリング、産総研の人材育成に協力い

ただける企業との間で行われる実践的な On-the-Job 
Training（OJT）などのカリキュラムを通じて、企

業等で即戦力として活躍できる人材を輩出し、社会的

なニーズと有用な人材とのミスマッチの解消に寄与す

ることを目的としている。 

 具体的に、イノベーションスクールは、次の業務を

行う。 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画及

び立案並びに総合調整に関すること 

・その他イノベーションスクールの運営等に関するこ

と 

 

平成24年度の活動の概要 

・イノベーションスクールの運営の基本方針の企画及

び立案並びに総合調整に関すること 

平成24年度6期生講義を博士研究員22名と博士課程

学生11名の計33名に対して開講し、標準化と研究、

知的財産と研究、自然災害研究、リスク評価、公的

研究機関の研究戦略・研究経営、経済産業省の人材

育成政策、企業の研究経営・研究開発、キャリア開

発などについて講義し、構成学輪講、研究発表会演

習や、マナー・コミュニケーション研修などを行っ

た。また、企業 OJT を全てのポスドク生に対して

実施するとともに、スクールの効果の検証のため、

スクール生の指導担当者に対するヒアリング調査を

行った。 

・その他イノベーションスクールの運営等に関するこ

と 

平成24年度6期生講義に関し受講者の提出した受講

レポートや構成学輪講・研究発表レポート、企業

OJT 参加報告書をとりまとめた。また、成果発表

のためにオープンラボに出展した。より大きな効果

を得るために、企業・大学等との連携を推進し、筑

波大学と｢企業と博士人材との交流会｣（83名参加）

を共催するとともに、関連イベントに講師やパネリ

スト、スクール生を派遣することで、スクールのノ

ウハウ普及につとめた。また、東京大学の「博士人

材の能力と育成についての枠組み開発研究」と連携

し、OJT 受け入れ実績のある企業と修了生に対す

るヒアリング調査に協力して事例提供を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[イノベーションスクール] 

  イノベーションスクール長 一村 信吾 

  副スクール長       瀬戸 政宏 

副スクール長       景山 晃 

事務局長         美濃島 薫 

--------------------------------------------------------------------------- 
出版物・プレス発表等業務報告データ 

【広報誌「産総研 TODAY」】（かっこ内は掲載年・

月） 

・AIST Network：｢平成23年度｢産総研イノベーショ

ンスクール｣5期生修了式｣、Vol.12、No.5 (2012.5) 
・AIST Network：｢2012年度｢産総研イノベーション

スクール｣第6期開校式｣、Vol.12、No.7 (2012.7) 
・「座談会：産総研イノベーションスクールを体験し

て ～ 5期 生 か らの メ ッ セー ジ 」 Vol.12 、 No.7
（2012.7） 

【プレス発表等】（かっこ内は発表日） 

・茨城新聞｢【つくば市】第4回つくばグリーンイノベー

ション「バイオサイエンス」～産総研イノベーション

スクール「中島厚志氏講演会」 (2012.6.21) 

【シンポジウム開催】 

・「企業と博士人材との交流会」、共催：産総研／筑波大

学、筑波大学、参加者83名 (2012.11.27) 
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４）研究環境安全本部 
（Research Environment and Safety 
  Headquarters） 
①【研究環境安全企画部】 
（Research Environment and Safety Planning 
  Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：14名（2名） 

概 要： 

 研究環境安全企画部は、安心・安全で良好な研究環

境を持続的に提供することを目的として、研究環境安

全本部傘下各部との有機的連携の下に、研究環境安全

に係る基本方針の企画及び立案並びに総合調整等を通

じて、産総研としてふさわしい研究環境の創出及び環

境負荷低減に向けたエネルギーの有効活用の促進に関

する業務を行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[研究環境安全企画部] 

部 長  廣田 正典 

次 長  尾形 敦  他 

 

[ファシリティマネジメント室] 

室 長  菊地 義男 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成24年度の主な活動 

１．省エネルギー及び地球温暖化対策 

・政府要請による数値目標を伴う夏季節電に対応する

ため、以下の措置を講じることでつくばセンター全

体では平成22年度の最大使用電力比11％、各地域セ

ンターでは節電目標値に比べ12～48％のピーク電力

削減を達成した。 

ⅰ) つくばセンターの各事業所及び臨海副都心セン

ターに加え、全ての地域センターにおいても1週

間の夏季輪番・一斉休暇を実施 

ⅱ) 大電力消費施設の一部稼動停止や負荷分散運転 

ⅲ) 空調設備の一部稼働停止や負荷の低減 

ⅳ) 職員等がリアルタイムで電力使用量を把握でき

るようイントラネット掲載し、節電意識の向上を

図った。 

・クリーンルーム並びに恒温恒湿室等の大電力を消費

する特殊な空調を一般的な空調に改修し、エネルギ

ー使用量を削減した。 

２．研究環境安全委員会等による工事の審査 

・建築、機械、電気、安全、省エネ等に関する所内専

門家からなる「研究環境安全委員会」「施設・安全

検討チーム」において、研究ユニットによる大規模

な工事やエネルギー増が見込まれる工事、及び技術

研究組合が産総研敷地内で実施する工事について、

事前の審査を実施した（33件）。これにより、研究

施設の省エネルギー性、及び安全性の確保等を図り、

適切な施設整備の実現に貢献した。 

３．中期施設整備計画の策定と実行 

・平成23年度に閉鎖・解体を決定した11棟の建物のう

ち6棟（北海道センター：1棟、つくばセンター：4

棟、九州センター：1棟）について解体・撤去した。

残る5棟の解体工事は、より経済的な時期を検討し

た上で実施することとした。 

・施設不具合や整備計画の進捗状況の把握・評価、並

びに施設整備に必要なトータルコストを加味して、

閉鎖・解体建物や研究排水管接続先の縮減等を具体

化し、中期施設整備計画をより実効性の高い計画へ

と見直した。 

４．産総研レポートの作成 

・環境配慮への取り組み及び実績について、SR 報告

書「産総研レポート2012社会・環境報告」として公

表した。特に、環境トピックスとして、つくばセン

ターにおける放射線量の測定状況や平成23年夏期の

節電対策について紹介した。 

５．施設及び設備に係るデータの管理・分析 

・施設情報のデータベース化を完了し、施設管理支援

システムを完成させた。施設データの分析結果をも

とに、建物閉鎖規模の提示や老朽化対策の順位付け

などの整備方針として取りまとめ、中期施設整備計

画において可視化を図った。 

６．研究スペース及び光熱料金の管理 

・研究スペースを効率的に管理するために定めた有効

活用フローに基づき、研究開発のニーズに応じたス

ペース利用や研究領域の集約化等、研究スペースの

有効活用を推進した。また、使用者負担の原則に基

づいた光熱課金制度を実施し、省エネルギーと節約

意識の向上を図った。 

 

②【環境安全管理部】 
（Safety and Environmental Management Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：28名（13名） 

概 要： 

 環境安全管理部は、研究所の環境及び安全衛生の管

理並びに防災対策等に関する業務を行っている。環境

及び安全管理は、産総研で働く職員のみならず周辺住

民の環境及び安全にも関わる重要な事項である。また、

産総研の組織にとっても生命線であり、あらゆる種類

の事業を実施するにあたって最優先事項であると位置

付けている。 

 環境安全管理部は、産総研環境安全憲章に記載する

基本的活動理念を実現、遂行するために、他の関連部
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署との密接な連携と協力のもと、安全で快適な研究環

境を創出し、これを確保することを最上の活動目的と

している。この目的を実現するため、安全ガイドライ

ンやマニュアル等の整備と普及、環境安全関連の施設

及び設備整備と改善等のハード及びソフト両面での積

極的活動を行うとともに、環境影響低減化に向けた活

動及び事故発生数抑制のため全職員の環境安全に対す

る意識の向上を図る活動を重点的に行っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［環境安全管理部］       

部 長  飯田 光明    

次 長  中村 徳幸 

審議役  米田 理史 

審議役  丸山 明彦 

 

［安全衛生管理室］ 

  室 長  安富 正 

総括主幹 森本 研吾 

総括主幹 白波瀬 雅明 

総括主幹 長沢 順一 他 

   

［施設環境管理室］ 

  室 長  長山 隆久 

室長代理 冨澤 和男 他 

              

  [つくばセンター基幹設備管理室] 

  室 長  井上 訓芳 他 

 

［ライフサイエンス実験管理室］ 

  （兼）室 長  丸山 明彦 

  室長代理 飯田 和治 他 

               

［放射線管理室］ 

  室 長  上岡 晃 

室長代理 吉成 幸一 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成24年度の主な活動 

１．安全衛生管理体制の水準向上及び維持 

 １）安全衛生管理の徹底、強化等 

・安全衛生委員会（各事業所月1回）及びユニット長

巡視（年2回）の立会い、指導を行った。 

・グループ／チーム安全衛生会議（最低月1回）の実

施状況の把握及び実施の徹底、指導を行った。 

・高圧ガス及び危険薬品等安全講習会を実施した。 

・事故、ヒヤリハット報告の状況を踏まえた巡視月間

テーマの設定を行い、巡視のマンネリ化を改善する

とともに、問題意識の共有化による事故軽減の対策

を行った。 

・安全ガイドラインについて、適宜法改正を反映させ

る等の改定を行った。 

・資格取得講習会や安全講習会の企画及び開催を行っ

た。 

２）環境安全マネジメントシステム（ESMS） 

・各事業所の内部監査に立会い、運用に関するアドバ

イスを行った。また、全国安全衛生管理担当者会議

において、各事業所及び地域センターの取り組みに

ついて相互に紹介し、改善点や評価点の情報共有を

図った。 

３）事故防止活動 

・全国総括安全衛生管理者補佐会議（月1回）を開催

し、事故ヒヤリハット報告及び環境安全に関する各

種情報等の共有及び周知を行った。 

・全国安全衛生管理担当者会議（年2回）を開催し、

安全衛生に関する意見交換及び情報共有を行った。 

・全国の地域センター所長及び管理監と TV 会議によ

る安全管理報告会（毎朝）を実施した。また、報告

事項を毎月取りまとめ、各事業所の事業所会議等を

経由して職員等全員へ周知した。 

２．環境影響低減化活動 

・環境法改正情報の周知及び各地域センターにおける

環境関連条例等の情報提供を行った。 

・水質汚濁防止法、下水道法、安衛法等の法令に基づ

く特定施設等の届出を行った。 

・廃棄物処理を委託している中間処理場及び最終処分

場の現地調査を実施した。 

・水質汚濁防止法の改正にともない、特定施設の定期

点検に係る点検要領を作成し、地域センター及びつ

くばセンターにおいて、特定施設の点検を実施した。 

・有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対応訓

練をつくばセンターの6つの事業所で実施した。 

３．個別事項の法令遵守並びに施設、設備及びシステム

の整備、運用 

 環境や化学物質等の関連法規を遵守するため、危険

物、高圧ガス、ライフサイエンス実験、放射線管理等

の個別事項の管理監督、薬品・ボンベのデータベース

による管理を実施した。 

 １）化学物質管理 

 ・薬品ボンベ管理システムを用いて、消防法、建築基

準法、高圧ガス保安法等の法令遵守状況を監視し、

管理状況について各事業所の総括安全衛生管理者あ

てに報告を行った。 

・ユニットに配置されている薬品取扱責任者を通して、

法改正情報の周知、危険薬品等の減量化等の薬品管

理の徹底を推進した。特に、関西センターにおける

火災事故の原因及び再発防止策の調査報告結果等を

踏まえた危険薬品の再点検を実施した。また、毒劇

物については、管理状況の一斉点検を実施する等、

危険薬品の適正管理の徹底を推進した。 
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２）ライフサイエンス実験管理 

・ライフサイエンス実験の倫理面及び安全面から実験

計画を審議する7つの委員会の運営を行うとともに、

ヒト由来試料実験、組換え DNA 実験、動物実験及

び生物剤毒素使用実験現場の実地調査を実施した。 

・情報系人間工学実験については、既存の人間工学実

験委員会で計画を審査するとともに、新たな委員会

の設置の要否及び運営等を WG 等で検討し、既存

委員会の体制変更の方向性を決定した。 

・組換え DNA 実験、動物実験の従事者向け教育訓練

及びヒト由来試料実験、人間工学実験、医工学応用

実験の従事者向け教育訓練を実施した。 

３）放射線管理 

・地域センターにも拡大した放射線業務従事者等の一

元管理を実施し、一層の効率化を推進するために管

理システムの改修を行った。また、つくばセンター

各事業所放射線障害予防規程の形式統一化を完了し

た。 

・放射線業務従事者、エックス線装置の使用者等に対

する教育訓練を実施した。 

・各事業所における放射線管理体制を強化するため、

放射性物質の使用及び管理に関する現地調査を行い、

法令遵守状況に問題が無いことを確認した。 

・中部センターで保管管理されていた核燃料物質をつ

くばセンターに移設して集約化を完了するとともに、

集約化した核燃料物質の法的管理を行った。 

・原発事故由来の放射性物質について、除染研究に関

する基本ルールを策定するとともに、所内外での研

究実施にあたっての一連のルールを整備した。また、

研究目的での警戒区域や福島第一原発構内への立ち

入りについて、法的手続き等の情報提供を行うこと

により研究実施を支援した。 

・つくばセンター敷地内の放射線量測定結果を昨年度

に引き続き公式 HP 公表した。また、一般公開で測

定システムの見学ツアーを実施し、市民への情報提

供を行った。 

４）施設の維持保全 

・つくばセンターにおける施設、設備及び植栽に係る

維持管理並びにエネルギー供給施設及び廃水処理施

設の運営管理を行った。 

・施設設備の修繕・更新に関しては、安全を確保し必

要な機能を発揮させるために、不具合箇所対応の優

先順位判定を行うとともに予防保全的な観点に考慮

した修繕計画を策定して執行した。 

・特別高圧受変電設備及び研究廃水処理施設等の改修

計画の策定に参画した。 

５）セキュリティ対策 

・セキュリティ設備の維持保全に努めるとともに老朽

化した設備の改修に着手した。 

４．防災及び地震対策 

・地域センター及びつくばセンターにおいて防災訓練

を実施するとともに、訓練結果等を踏まえ、つくば

センター防災業務マニュアルを改正した。 

・産総研業務継続計画（BCP）の策定業務に参画し

た。 

・各地域センター及びつくばセンターの防災用備蓄品

（防災用備品、消耗品、食料等）の見直しを行い、

品目の標準化を推進した。 

５．その他 

・カルタヘナ法違反の再発防止策として、試薬購入時

の注意及び用いた試薬や器具等の不活化処理を周知

徹底し、実験現場の視察により指導を行った。 

 

③【研究環境整備部】 
（Research Facilities Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1 

人 員：28名 

概 要： 

 研究環境整備部は、世界的にも高い競争力を維持し、

多様な産業技術の研究開発を推進する公的研究所とし

て、安全で良好な研究環境を継続的に提供するため、

その中核となる施設・設備の効率的かつ機動的な整備

に努めている。この様な観点から、長期施設整備計画

（マスタープラン）等を踏まえた計画的な施設整備を

実施するとともに、営繕業務の品質向上及び効率的・

効果的な業務に努めている。また、営繕業務に起因す

る事故・ヒヤリハットの低減に向けた措置を講じてき

ている。 

 また、産総研発足後、営繕業務は産総研の「自主営

繕」として実施しているが、業務推進における品質向

上のため、専門家集団の育成に取り組み、体制の強化

を図っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［研究環境整備部］   

部 長  久保田 喜嗣 

次 長  池田 正樹 

次 長  黒羽 義雄 

 部総括  塩釜 士郎 

 総括主幹 榊原 修 

 

 ［施設計画推進室］ 

室 長  芝原 徹 他 

 

 ［建設室］     

室 長   望月 経博 

  総括主幹 小野 一洋 

  総括主幹 河田 秋澄 他 
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--------------------------------------------------------------------------- 
平成24年度の主な活動 

 新たな研究開発新拠点の円滑な整備や老朽化対策を含

む施設整備計画について、迅速かつ適切に実施するとと

もに、以下の業務を行った。 

１．施設及び設備の整備計画に関する業務 

・施設及び設備に係る法令、規程その他遵守すべき事

項の周知徹底を行った。 

・耐震化計画に基づく改修内容の検討を行った。 

・石綿含有吹き付け材除去基本計画に基づく年度計画

の策定、未除去部分の劣化状況の調査及び室内環境

測定を実施した。 

・産総研施設設計基準等のメンテナンス及び見直しの

検討を実施した。 

・工事及び工事関連役務の提供等の契約業務を行った。  

２．施設及び設備の整備事業の実施 

・施設整備費補助金事業、ユニットからの依頼工事事

業における工事の設計・積算・監督・監理・検査及

び各事業予算の執行管理を行った。 

・建築許可など工事に係る各種申請業務を行った。 

・各事業所、地域センターからの営繕業務にかかる相

談業務を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
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施設の整備（平成24年度に産総研資産になった主なもの） 

 

１）新営棟建設 

 ①世界的産学官連携研究センター（仮称）整備事業 

(1)目的 

  世界的なナノテク拠点を目指す「つくばイノベーションアリーナ（TIA）」の中核施設として、世界的産学官連携

研究センター（仮称）を整備。 

 (2)整備費用 29.9億円（平成22年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 設計・監理 施  工 工  期 

世界的産学官連携研究センター 

（仮称）建築工事 
株式会社日本設計 

（設計）（変更設計） 

（監理） 

戸田建設株式会社 
平成24年 2月27日～ 

平成25年 3月29日 

世界的産学官連携研究センター 

（仮称）電気設備工事 
振興電気株式会社 

平成24年 2月29日～ 

平成25年 3月29日 

世界的産学官連携研究センター 

（仮称）機械設備工事 
高砂熱学工業株式会社 

平成24年 2月29日～ 

平成25年 3月29日 

 

２）老朽化対策 

①建物構造部改修 

(1)目的 

  耐震性が低い建物の構造部を補強するとともに、関連した設備等の改修を行った。 

(2)整備費用 18.5億円（平成21・22・23年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 設計・施工 監理 工  期 

つくば中央5-1棟耐震改修事業 株式会社大林組 株式会社綜企画設計 
平成22年 2月22日～ 

平成24年 6月29日 

つくば東-1棟耐震改修事業 大成建設株式会社 
株式会社東建築設計事

務所 

平成23年 4月19日～ 

平成24年 5月 8日 

②石綿関連改修 

(1)目的 

 石綿含有吹き付け材の改修及び関連した設備等の改修を行った。 

(2)整備費用 5.7億円（平成24年度施設整備費補助金） 

工事発注・設計：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 積算・監理 施  工 工  期 

つくば中央第1極低温センター他石綿含

有吹き付け材除去その他改修工事 

積算：株式会社ＮＳ設計 

監理：研究環境整備部 
松本建設株式会社 

平成24年12月26日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央2-1Ａ棟他石綿含有吹き付け

材除去その他改修工事 

積算：株式会社丸川建築 

設計事務所 

監理：株式会社綜企画設計 

株式会社淺沼組 
平成24年11月12日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央3-1棟他石綿含有吹き付け材

除去その他改修工事 

積算：株式会社丸川建築 

設計事務所 

監理：株式会社綜企画設計 

株式会社小川建設 
平成24年11月 7日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央5-1Ｂ棟他石綿含有吹き付け

材除去その他改修工事 

積算：株式会社丸川建築 

設計事務所 

監理：有限会社アップル 

建築設計事務所 

株式会社羽原工務店 
平成24年11月 7日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央5-1棟機械室他石綿含有吹き

付け材除去その他改修工事 

積算：株式会社ＮＳ設計 

監理：研究環境整備部 
明星工業株式会社 

平成24年12月26日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央7-3Ｄ棟石綿含有吹き付け材

除去その他改修工事 

積算：株式会社丸川建築 

設計事務所 

監理：株式会社綜企画設計 

呉光塗装株式会社 
平成24年10月22日～ 

平成25年 3月29日 

つくば東-2Ａ棟他石綿含有吹き付け材

除去その他改修工事 

積算：株式会社丸川建築 

設計事務所 

監理：有限会社アップル 

建築設計事務所 

松本建設株式会社 
平成24年10月16日～ 

平成25年 3月27日 
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つくば西爆発ドーム他石綿含有吹き付

け材除去その他改修工事 

積算：株式会社ＮＳ設計 

監理：研究環境整備部 
三協興産株式会社 

平成24年12月28日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央4-2Ａ棟電気室他石綿含有吹

き付け材除去その他改修工事 

積算・監理：研究環境整備

部 

福田リニューアル 

株式会社 

平成25年 1月28日～ 

平成25年 3月29日 

つくば中央7-3Ｃ棟電気室他石綿含有吹

き付け材除去その他改修工事 

積算・監理：研究環境整備

部 
三協興産株式会社 

平成25年 1月23日～ 

平成25年 3月29日 

つくば東-4Ｃ棟電気室石綿含有吹き付

け材除去その他改修工事 

積算・監理：研究環境整備

部 
三協興産株式会社 

平成25年 1月22日～ 

平成25年 3月29日 

 

３）震災復旧 

①災害復旧のための施設・設備改修 

(1)目的 

 東日本大震災により被災した施設・設備の改修及び倒壊の恐れがある棟の耐震改修を行った。 

(2)整備費用 19.1億円（平成23年度施設整備費補助金） 

工事発注：産業技術総合研究所 研究環境安全本部 研究環境整備部 

工事件名 設計（積算）・監理 施  工 工  期 

つくば中央3-8棟外壁改修工事 

設計：株式会社九段建築研究

所 

監理：研究環境整備部 

松本建設株式会社 
平成24年 5月31日～ 

平成24年 9月27日 

つくば中央5-1棟トイレ改修その他工事 

設計・監理：研究環境整備部 

積算：株式会社友水設計 

変更設計：株式会社ＮＳ設計 

池田煖房工業株式会社 
平成23年12月19日～ 

平成24年 4月30日 

つくば中央5-2棟トイレ改修その他工事 

設計・監理：研究環境整備部 

積算：株式会社友水設計 

変更設計：株式会社ＮＳ設計 

新菱冷熱工業株式会社 
平成23年12月20日～ 

平成24年 6月30日 

つくば中央7-1棟03341室他内装改修そ

の他工事 
設計・監理：研究環境整備部 株式会社フジタ 

平成24年 1月27日～ 

平成24年 6月30日 

つくば西-5Ｄ棟外壁改修その他工事 設計・監理：研究環境整備部 松本建設株式会社 
平成24年 1月23日～ 

平成24年 8月31日 

つくば中央2-1棟耐震改修事業 
設計：株式会社大林組 

監理：株式会社綜企画設計 
株式会社大林組 

平成23年 7月 1日～ 

平成24年 6月30日 

つくば中央2-1Ｃ・Ｄ棟空調配管他改修

その他工事 
設計・監理：研究環境整備部 高砂熱学工業株式会社 

平成23年10月27日～ 

平成24年 5月31日 

④【情報環境基盤部】 

（Intelligent Information Infrastructure Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、先端情報計算センター棟 

人 員：16名（4名） 

概 要： 

 情報環境基盤部は、我が国有数の情報技術に関する

研究を行っている産総研の特長を最大限に活かし、最

先端の技術の知見を用いて、全所的な情報ネットワー

クの構築・管理、情報セキュリティポリシーの運用、

及び基幹業務システムの構築・管理・支援を実施して

いる。また、産総研の情報基盤の高度化を図り、より

生産的な研究活動と円滑で効率的な業務推進を支援す

る役割を担っている。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[情報環境基盤部] 

部 長  坂上 勝彦 

次 長  久野 巧 

（情報基盤再構築特任チーム長）小方 一郎 

（総括チーム長）宮本 哲 

（情報セキュリティチーム長）鈴木 智行 

（情報ネットワークチーム長）武井 勇二郎 

（イントラ基盤チーム長）正木 篤 

（業務システム管理チーム長）坂 勝美  他 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成24年度の主な活動 

 情報基盤再構築特任チーム、総括チーム、情報セキュ

リティチーム、情報ネットワークチーム、イントラ基盤

チーム、業務システム管理チームの6チーム体制で、下

記の業務を実施した。 

１．情報セキュリティの向上 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規

範」（情報セキュリティ政策会議決定）との整合性を

図るため、情報セキュリティポリシー（基本方針、規

程、要領、実施ガイド）の全面改訂に向け原案作成に

着手した。 
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・情報セキュリティ意識の啓発、確認のための自己点検

（セルフチェック）と個人情報保護セルフチェックと

を業務の効率化、省力化の観点から統一実施した。あ

わせて、点検項目や内容を拡充し、各部門等の情報セ

キュリティ対策の向上のための情報として実施結果を

部門等に還元した。 

・産総研の情報セキュリティ対策の PDCA サイクルを

確立のため、研究推進組織等に対して情報セキュリテ

ィ監査及び外部公開サーバの脆弱性診断を実施した。

また、前年度の監査対象について改善確認（フォロー

アップ監査）を実施した。 

２．産総研情報通信ネットワークの構築、運用、保守、

管理 

・クラウド型のメールサービスを導入し、運用を開始す

るとともに、関連する認証サーバ、DNS サーバにつ

いてもクラウド化を実施する事により大規模災害時の

メールシステムの可用性を確保した。また、付随する

強力なクラウド上の SPAM フィルターの効果により

情報セキュリティを向上させた。 

・メールシステムのクラウド化を契機にネットワークの

システム構成を根本から見直し、基幹のスイッチ数を

6システムから2システムに削減するとともに、最新の

基幹スイッチを導入した。これにより、2倍の速度向

上と冗長化の両立を図るとともに、メールシステムの

クラウド化と併せて大幅な費用削減を実現した。 

３．基幹業務システムの運用、保守、管理 

・一層効率的な投資効果を得るため、本部・事業組織

における情報システム化の計画・予算要求に係る審

議の手順について見直しを行うとともに、以下の対

応を行った。 

旅費システムの Internet Explorer 7対応のための

改修。 

個人スケジュール並びに施設予約管理をクラウド

サービスへ移行。 

法令改正対応（復興特別所得税新設）。 

・業務用ファイル共有システムを更新し、平成24年9月

より運用を開始した。 

 

⑤【情報化統括責任者】 

(Chief Information Officer） 

--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2他 

概 要： 

 情報化統括責任者（CIO）は、産総研の情報化戦略

の企画及び立案並びに研究所の情報化に関する業務の

統括をミッションとしている。そのため、(1) 電子行

政推進国・独立行政法人等協議会を通じて、情報化に

関して政府との調整を行うこと、(2) 産総研の情報化

戦略委員会を主宰して、情報化戦略及び情報化に関す

る重要事項を審議し、情報化関連予算の調整、情報シ

ステムによる業務効率化・高度化を行うこと等を実施

している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

情報化統括責任者   （兼）島田  広道 

情報化統括責任者補佐 （兼）坂上 勝彦 

           （兼）久野 巧 

--------------------------------------------------------------------------- 
平成24年度の主な活動 

個別業務システムの計画や予算のあり方について検討

を行い、新たなルール策定の方針を決定した。また、サ

ービスの安定稼働を継続するため、機器の老朽化対策の

観点及び BCP 対策の観点から必須である情報基盤シス

テム更新の方針として、集約化・省電力化・メンテナン

ス省力化を決定した。 

 

５）総務本部（General Affairs Headquarters） 
①【人事部】 
（Human Resource Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第1、つくば中央第2、 

    つくば中央第4 

人 員：60名（6名） 

概 要： 

人事部は、研究所の人事、労務、福利厚生に係る

業務を実施している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［人事部］ 

   部   長 福岡 徹 

   審 議 役 小滝 義昭 

山田 家和勝 

        菊池 恒男 

   部 総 括 草間 常夫 

五十嵐 光教 

  ［人事室］      室長  田崎 英弘 他 

  ［勤労室］      室長 草間 常夫 他 

  ［人材開発企画室］  室長 田村 正則 他 

  ［バリアフリー推進室］室長 寺平 豊 他 

［厚生室］      室長 戸田 昭彦 他 

［健康管理室］    室長 松本 卓 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
人事室（Personnel Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

①役職員の任用に関すること。 

②個人評価制度の構築、実施に関すること。 

③給与の支給に関すること。 
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④人件費の把握、見通しに関すること。 

⑤兼業の許可に関すること。 

⑥栄典及び表彰に関すること。 

 

勤労室（Staff Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

①職員等の労働条件の基準に関すること。 

②労使関係に係る総合調整に関すること。 

③服務規律に関すること。 

④役職員等の懲戒等に関すること。 

 

人材開発企画室 

（Human Resources Development Planning Office） 
（つくば中央第2） 

概 要： 

①キャリアパス開発及び研修企画に関すること。 

②職員等の研修（計量研修センター及びイノベーショ

ンスクールの所掌に属するものを除く）の実施に関

すること。 

③その他人材開発に関すること。 

 

バリアフリー推進室（Barrier-free Promotion Office） 
（つくば中央第2、つくば中央第4） 

概 要： 

①障害者の雇用促進に関すること 

 

厚生室（Welfare Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

①役職員等の福利厚生に関すること。 

 ②役職員等の災害補償に関すること。 

 ③宿舎に関すること。 

 ④職員等の退職の相談に関すること。 

 ⑤経済産業省共済組合に関すること。 

 ⑥職員等の社会保険事務に関すること。 

 

健康管理室（Healthcare Office） 

（つくば中央第1） 

概 要： 

①役職員等の健康診断、健康管理及び保健指導に関す

ること。 

 ②職員等のメンタルヘルスに関すること。 

 ③産業医に係る業務に関すること。 

--------------------------------------------------------------------------- 
 業務報告データ 

年度特記事項 

１．平成24年度採用実績 

①事務職員                           11名 

②研究職員（パーマネント）        10名 

③  〃  （招聘型任期付）         4名 

④  〃  （博士型任期付）        60名 

⑤  〃  （研究テーマ型任期付）      2名 

        計             87名 

 
 

２．平成24年度研修実績 

 コース 実施回数 受講者数 

①職員等基礎研修 

（e-ラーニング） 

2 3回 408名 

②階層別研修 19 20回 719名 

③プロフェッショナ

ル研修 

15 104回 1,010名 

合  計 36 127回 2,137名 

 
②【財務部】 
（Financial Affairs Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：41名 

概 要： 

 財務部は、独立行政法人制度の趣旨に則り、研究支

援の高度化及び組織運営の高度化を、財務及び会計に

係る諸施策を通じて実現することにより、産総研ミッ

ションの遂行に寄与することとしている。 

 なお、財務及び会計に係るコンプライアンスとリス

ク管理を適切に行いつつ支援業務を遂行するため「財

務室、経理室、出納室及び調達室」を配置している。 

＜平成24年度活動トピックス＞ 

○九州センター直方サイトの国庫納付 

 独立行政法人通則法（平成11年7月16日法律第103

号）第46条の2第1項に基づき、九州センター直方サイ

ト（福岡県直方市）の土地、建物及び附帯設備につい

て、平成25年2月15日に現物による国庫納付を行った。

（減資額：312,593,564円） 

○公共サービス改革(市場化テスト)の開始 

 「公共サービス改革等基本方針」に係る閣議決定

(平成23年7月15日)に基づき、つくばセンターにおけ

る施設・管理業務等について、関連する8業務を「つ

くばセンターの施設管理等業務共同企業体」が包括し

て事業を請け負い平成24年度より開始した。 

 同事業のサービスについて平成24年度分の点検を行

った結果は以下の通り。 

【一体組織としての機能】 

・総括管理業務を中心とした指揮命令の明確化 

・緊急対応マニュアルの作成及び連携体制の構築 

・業務監督職員への情報集約による事業全体の状況把

握の迅速化 

※平成24年12月震度4の地震発生時のマニュアルに基

づく緊急事態対応 

総括管理業務責任者からの統一指揮命令 
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施設・設備の巡回点検及び早期復旧（警備員、維持

管理保守員の連携） 

【サービス、質の向上】 

・業務連携体制の一層の強化（｢共同事業体従事者勤

務規程｣の作成） 

・相互業務の理解（業務報告会・定期集合研修の開

催） 

※施設利用者アンケートにおける平均満足度 

研究協力センター（さくら館）運営管理 96%（指 

標90%以上） 

研究協力センター（けやき館）運営管理 99%（指 

標85%以上） 

地質標本館運営管理 99%（指標90%以上） 

サイエンス・スクエアつくば維持管理 94%（指標 

90%以上） 

 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

［財務部］       部長   小林 勝則 

           部総括  井佐 好雄 

 部総括  松崎 一秀 

           キャリア主幹 細川 潤一 

［財務室］    室長 (兼)松崎 一秀  他 

［経理室］    室長   山口 洋二  他 

［出納室］    室長   新井 清和  他 

［調達室］    室長   五十嵐 直幸  他 

--------------------------------------------------------------------------- 
財務室（Finance Office） 

 

概 要： 

 財務及び会計に係る業務の企画及び立案並びに総合

調整、予算のとりまとめ、予算の分野別情報の管理、

余裕金の運用、資金の借入及び償還、年度計画に基づ

く実行予算の配賦の計画及び示達、予算の執行管理、

財務及び会計に係る業務であって、他の所掌に属しな

いものに関する業務を行っている。 

○収入件数 約7,600件、収入金額 約904億円。 

 

経理室（Accounting Office） 

 

概 要： 

 決算、消費税の確定申告、計算証明、財務会計シス

テムの管理、有形固定資産の管理（他の所掌に属する

ものを除く。）に関する業務を行っている。 

 

出納室（Treasury Operations Office） 

 

概 要： 

 資金計画、金銭の支払、出納及び保管、税務、旅費

の支給に関する業務を行っている。 

○支払件数 約15万件、支払金額 約932億円。 

○旅費件数 約7万9千件、支払金額 約24億円。 

 

調達室（Procurement Office） 

 

概 要： 

 物件の調達、物件の売払及び賃貸借等の契約、役務

の提供等の契約、調達物品等の市場調査、競争参加者

の資格審査、調達業務の調整、政府調達に係る協定に

基づく調達公告等の官報掲載、物件の調達等に係る監

督及び検査、共通在庫消耗品の払出及び在庫管理※に

関する業務を行っている。 

（※共通在庫消耗品センターは、運営経費の削減等を

勘案し、平成25年3月末決算をもって閉鎖した。） 

○全契約件数 約96,000件 

○政府調達協定の対象案件数 161件、約233.3億円 

○インターネット調達 

 単価契約を締結している電子購買業者の電子購買サ

イト上で、商品検索・注文を行い、翌日又は翌々日に

は指定場所まで納品され、支払は毎月一括というスキ

ームのインターネット調達を運用している。オフィス

用品（約34,000品目）、理化学用品（全般）、電子部品

（約72,000品目）、試薬類（全メーカー）、書籍（全

般）、雑貨（約141,000品目）の物品が調達可能。利用

件数約4.8万件、利用金額約7.1億円。 

○グリーン購入法の適用 

 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法

律」に基づき、産総研として、平成24年度における

「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、

取り組んでいる。 

 

③【ダイバーシティ推進室】 
（AIST Diversity and Equal Opportunity Office） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：4名（3名） 

概 要： 

 ダイバーシティ推進室は、性別、国籍、年齢等にか

かわりなく能力を発揮できる環境実現を目指し、所内

システムの改善や職場環境の整備を進めるため、多様

性活用(以下ダイバーシティ)の推進に係る以下の業務

を行う。 

・基本方針の企画及び立案並びに総合調整 

・啓発及び広報 

・女性職員の採用拡大と外国人研究者の積極的な採用 

 の支援 

・キャリア形成の支援及び勤務環境整備支援 

・ダイバーシティの総合推進 
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【平成24年度の主な活動】 

 「第3期中期目標期間（平成22～26年度）における

ダイバーシティの推進策」のアクションプランにより、

職員の多様な属性がもたらす価値・発想を活かすダイ

バーシティを目指して、様々な取り組みを実施した。 

●ダイバーシティ意識の啓発・浸透  

意識改革を趣旨としたセミナーを開催し、所内研修

においてダイバーシティに関する講義を実施した。ま

た、産総研におけるダイバーシティ推進の各種取り組

みやワーク・ライフ・バランス進展の状況等を、シン

ポジウムや学会等において発表するとともに、内閣府

発行の機関誌や所内誌で紹介した。 

●女性研究者及び外国人研究者の積極的な採用・活用 

各分野採用担当者に対し女性研究者採用状況を提示

し、採用目標の実現を促した。また、外国人研究者向

けセミナーを開催するとともに、他機関の情報収集を

行い、課題を分析した。 

●キャリア形成における共同参画のための方策 

懇談会の開催やマルチロードマップデータベースを

拡充し、ロールモデルの提示を行った。 

●仕事と生活の調和のための支援 

職員の介護状況や関心事を調査し、その結果を反映

した介護関連セミナーや男性の育児に対する意識向上

のためのセミナーを開催した。 

●国、自治体及び他の研究教育機関等との連携 

 つくば市の男女共同参画審議会委員やつくば市主催

イベントの実行委員を務めるなど連携協力を行った。

ダイバーシティ・サポート・オフィス（DSO）の事

務局として、懇話会開催、ニュースレターの発行など、

男女共同参画推進および参加する研究教育機関間の連

携を深めた。 

●ダイバーシティの総合推進 

ダイバーシティ推進委員会において、“業務を容易

に理解できるよう分かりやすく解説・説明することで、

組織全体の効率化を進める”という、業務手続きの

「ユニバーサルデザイン化」について議論を行った。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在の役職者名） 

 

室  長 山田 理 

総括主幹 菅澤 正己 

総括主幹 小木曽 真樹 

 

④【業務推進支援部】 

（General Affairs Support Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 
人 員：5名 

概 要： 

 業務推進支援部は、独立行政法人の趣旨に則り、抜

本的な業務改善を推進するともに、組織の基盤的機能

の向上を図ることにより、産総研ミッションの遂行に

寄与する組織として、平成24年10月1日に設置された。  
--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

[業務推進支援部]       部長     大辻 賢次 

        部総括    中川 啓子 

[支援企画室]    室長      中山 一彦 他 

[支援業務室]    室長      関根 英二 他 

[情報公開・個人情報保護推進室] 
        室長(兼)  関根 英二 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
支援企画室（Support Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究支援事務及び庶務等の業務の企画及び立案並び

に総合調整、外部機関による検査及び監査への対応、

研究所の業務効率化の推進に関する業務等を行ってい

る。 

 

支援業務室（General Affairs Support Office） 
（つくば中央第2） 

概 要： 
 つくば本部の役員の秘書業務、文書及び公印に関す

る業務、職員等の勤務及び服務管理、外国人研究者の

支援及び産総研インターナショナルセンターに関する

業務、役職員等及び研究所の業務を行う者であって役

職員等以外の者の外国派遣の手続きに関する業務等を

行っている。 

 
情報公開・個人情報保護推進室 
（Disclosure and Personal Information Protection  
Promotion Office） 

（つくば中央第2） 
概 要： 
 研究所の情報公開に係る基本方針の企画及び立案並

びに総合調整、研究所の情報公開の実施等に関する業

務、研究所の個人情報保護に係る基本方針の企画及び

立案並びに総合調整、研究所の個人情報の本人開示の

実施等に関する業務等を行っている。 

 

６）評価部（Evaluation Division） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2 

人 員：20名（17名） 

概 要： 

 評価部のミッションは、①研究ユニット及び研究関

連等業務の活動の活性化・向上を促すこと、②評価結

果を経営判断に活用し自己改革に適切に反映すること、
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③評価結果を公開して透明性の確保と国民の理解を促

し説明責任を果たすことである。 

 評価結果は理事長に報告するとともに、社会や国民

への説明責任と併せて、産総研の活動についてより広

い理解が得られるよう、評価報告書として刊行する。 

１．研究ユニット評価 

 第2期中期目標期間から導入したイノベーション

の創出に資することを重視した「アウトカムの視点

からの評価」を引き続き継続し、外部委員による評

価のさらなる充実、評価内容の見直し等の改善を行

い、研究ユニット評価を実施した。 

 研究ユニット毎に研究ユニット評価委員会（外部

委員と内部委員で構成）を設置して、研究ユニット

評価及び研究ユニット評価フォローアップを行った。

外部委員は延べ245名、内部委員は延べ82名であっ

た。 

１）研究ユニット評価 

 「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマッ

プ」、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウ

トプット」、「イノベーション推進への取り組み」、

「研究ユニット運営の取り組み」について評価を

行い、評点とコメントによる評価を実施した。本

評価は隔年度実施であり、本年度は30研究ユニッ

トを対象とした。 

２）研究ユニット評価フォローアップ 

 研究ユニット評価を実施しない年度には評価委

員との「意見交換」あるいは「開始時意見交換

会」を実施し、研究ユニット評価の信頼性の向上

を図るとともに、評価委員の評価対象の把握と理

解の機会の拡大を図った。本年度は11研究ユニッ

トを対象とした。 

２．研究ユニット活動総括・提言 

 外部委員からの評価を強化した研究ユニット評価

の結果等に基づき今後の研究、組織のあり方を提言

する「研究ユニット活動総括・提言委員会」を開催

した。本年度は10研究ユニットを対象とした。 

３．研究関連等業務活動評価 

 研究関連等業務活動の評価について、第3期中期

目標期間では、１）地域活性化に係わる業務、２）

イノベーション推進、産業人材育成等に係わる業務

を対象に評価を行う。 

 本年度は、イノベーション推進本部と地域センタ

ーにおける地域活性化業務活動を対象に実施した。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

評価部 部長   （兼）上田 完次 

首席評価役 赤穗 博司、阿部 修治、 

永壽 伴章、久保 泰、 

栗本 史雄、竹内 浩士、 

      檜野 良穂 

次長    遠藤 秀典 

審議役   大井 健太、高橋 正春 

室長    池上 徹、秋道 斉 

--------------------------------------------------------------------------- 
評価企画室（Evaluation Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 評価に係る業務の企画及び立案並びに総合調整に関

する業務を行う。研究推進に係る活動以外の評価に関

する業務を行う。評価に係る業務であって、他の所掌

に属しないものに関する業務を行う。 

 

研究評価推進室（Research Evaluation Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 研究推進に係る活動の評価に関する業務を行う。 

 

業務報告データ 

平成23年度研究ユニット評価報告書（平成24年4月） 

平成23年度研究関連等業務活動評価報告書（平成24年4

月） 

平成24年度研究関連等業務活動評価報告書（平成25年3

月） 

＊産総研公式ホームページから閲覧可能 

（http://unit.aist.go.jp/eval/ci/report.html） 

 

７）広報部（Public Relations Department） 
--------------------------------------------------------------------------- 
所在地：つくば中央第2、つくば中央第1 

人 員：22名（3名） 

概 要： 

広報部は、産業技術や国民生活の向上に貢献する

ことを目的として、報道発表、ホームページ、広報

誌、パンフレット、所内公開、イベント出展等の広

報活動を通じ、広く国民に対して研究所の研究成果

を分かりやすい情報として提供している。 

--------------------------------------------------------------------------- 
機構図（2013/3/31現在） 

 

［広報部］ 部長  （兼）瀬戸 政宏  

   次長   並木 壯壽 

   次長   多屋 秀人 

   審議役  石井 武政 

   総括主幹 下村 正樹 

   総括主幹 梶原 茂 

   キャリア主幹 馬塲 正行 

  ［広報企画室］ 室長 亀卦川 広之 他 

  ［報道室］   室長 目黒 卓男 他 

  ［広報制作室］ 室長 河合 健二 他 
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  ［科学・技術コミュニケーション室］ 

          室長 田沼 弘次 他 

--------------------------------------------------------------------------- 
広報企画室（Public Relations Planning Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

広報企画室は、広報の基本方針の企画・立案、並

びに広報部の業務を総括している。 

 

報道室（Media Relations Office） 

（つくば中央第2） 

概 要： 

報道室は、報道発表を中心にマスメディア対象の

広報活動に関する業務を行っている。 

 
広報制作室（Website and Publication Office) 

（つくば中央第2） 

概 要： 

 広報制作室は、コーポレートアイデンティティの活

用とコーポレートコミュニケーションの企画及び推進、

情報ネットワークを用いた研究成果の発信、データベ

ースを用いた研究成果の提供、広報誌・刊行物その他

印刷物の編集や発行及び頒布、映像及び広報のための

画像の制作に関する業務を行っている。 

 

科学・技術コミュニケーション室 

（Science Communication Office） 

（つくば中央第2、つくば中央第1） 

概 要： 

科学・技術コミュニケーション室は、つくばセン

ターに設置された常設展示施設「サイエンス・スク

エアつくば」の運営、所内公開等の企画・運営、外

部イベントへの出展、見学対応などの業務を行って

いる。 
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１）報道関係 
平成24年度プレス発表件数（ユニット別） 

所 属 名 発表件数 

企画本部 2 

太陽光発電工学研究センター 3 

バイオメディシナル情報研究センター 1 

ナノチューブ応用研究センター 3 

ナノスピントロニクス研究センター 3 

幹細胞工学研究センター 1 

デジタルヒューマン工学研究センター 1 

集積マイクロシステム研究センター 1 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 1 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 4 

計測標準研究部門 3 

地圏資源環境研究部門 1 

知能システム研究部門 1 

計測フロンティア研究部門 4 

先進製造プロセス研究部門 2 

サステナブルマテリアル研究部門 3 

地質情報研究部門 3 

環境管理技術研究部門 1 

環境化学技術研究部門 3 

エネルギー技術研究部門 3 

情報技術研究部門 4 

安全科学研究部門 1 

バイオメディカル研究部門 3 

健康工学研究部門 2 

ナノシステム研究部門 13 

生物プロセス研究部門 6 

電子光技術研究部門 4 

ナノエレクトロニクス研究部門 8 

環境・エネルギー分野 1 

国際部 1 

つくばイノベーションアリーナ推進部 1 

関西センター 1 

九州センター 1 

総計 90 

＊発表件数は85件。 
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平成 24年度マスコミ等報道数 

媒 体 名 件数 

新聞 朝日新聞 128 

  読売新聞 81 

  毎日新聞 65 

  産経新聞 47 

  日本経済新聞 146 

  日刊工業新聞 360 

  フジサンケイ ビジネスアイ 26 

  日経産業新聞 193 

  化学工業日報 190 

  科学新聞 67 

  他 1,160 

  計 2,463 

雑誌等   237 

TV／ラジオ NHK 130 

  民放 他 223 

  計 353 

WEB その他   1,548 

合計 4,601 

平成 24年度取材対応件数（所属別） 

所 属 名 発表 

理事  12 

企画本部  8 

評価部  1 

広報部  5 

国際標準推進部  2 

水素材料先端科学研究センター  2 

生命情報工学研究センター 1 

生産計測技術研究センター  4 

バイオメディシナル情報研究センター  22 

ナノチューブ応用研究センター  4 

ネットワークフォトニクス研究センター  1 

活断層・地震研究センター  274 

メタンハイドレート研究センター  16 

バイオマスリファイナリー研究センター 1 

コンパクト化学システム研究センター  2 

ナノスピントロニクス研究センター  4 

幹細胞工学研究センター  8 

デジタルヒューマン工学研究センター  15 

集積マイクロシステム研究センター  5 

先進パワーエレクトロニクス研究センター  3 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター  13 

太陽光発電工学研究センター  34 

計測標準研究部門  27 

地圏資源環境研究部門  63 

知能システム研究部門  64 

計測フロンティア研究部門  6 

ユビキタスエネルギー研究部門  4 

先進製造プロセス研究部門  4 

サステナブルマテリアル研究部門  11 

地質情報研究部門  90 

環境管理技術研究部門  24 

環境化学技術研究部門  3 

エネルギー技術研究部門  23 

情報技術研究部門  52 

安全科学研究部門  22 

バイオメディカル研究部門  23 

健康工学研究部門  8 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門  40 

ナノシステム研究部門  32 

生物プロセス研究部門  13 

電子光技術研究部門  2 

ナノエレクトロニクス研究部門  13 

セキュアシステム研究部門 28 

ダイヤモンド研究ラボ 1 

フェロー  11 

ライフサイエンス分野研究企画室  2 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室 1 

所 属 名 発表 

ナノデバイスセンター  2 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画

室  
1 

環境・エネルギー分野研究企画室  2 

地質分野研究企画室  4 

地質標本館  52 

標準・計測分野研究企画室  1 

地質調査情報センター  4 

計量標準管理センター  3 

サービス工学研究センター  6 

イノベーション推進企画部  3 

産学官連携推進部  1 

国際部 2 

つくばイノベーションアリーナ推進部  3 

産学官連携推進部門  3 

研究環境安全本部  1 

業務推進支援部 2 

つくば中央第一事業所 2 

北海道センター 1 

東北センター  5 

中部センター  6 

関西センター  12 

中国センター  4 

四国センター 8 

九州センター  1 

総  計  1,133 
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２）主催行事等 

平成24年度講演会等実施一覧 

  

開 催 日 名  称 主催等名称 
産総研 

との 

かかわり 

開 催 地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

1 2012.4.19 第1回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構 

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

2 2012.4.19 計測・診断システム研究協議会平成24年度総

会・講演会 

計測・診断システム研究協議会  主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 

3 2012.4.20 第8回ガスハイドレート産業創出イノベーショ

ン講演会、第9回メタンハイドレート研究アラ

イアンス講演会 

(独)産総研 メタンハイドレート

研究センター  

主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 

4 2012.4.23 計測フロンティア研究部門・新人講演会  (独)産総研 計測フロンティア研

究部門  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

5 2012.4.24 GIC 平成24年度総会、特別講演会、第28回研

修セミナー 

GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北セ

ンター 

6 2012.5.8 シンポジウム「グローバル化時代の研究開発と

オープンイノベーション」  

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  東京都  日経ホール  

7 2012.5.10 第15回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

8 2012.5.11 第2回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

9 2012.5.12 「心の復興プロジェクト」シンポジウム  心の復興プロジェクト実行委員会  主催  茨城県  つくばサイエン

スインフォメー

ションセンター 

10 2012.5.15 つくば発イノベーション第19回講演会  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

11 2012.5.24～ 

2012.5.25 

平成24年度 Clayteam 総会、第9回 Clayteam セ

ミナー  

Clayteam  主催  茨城県 産総研 つくば

センター、宇宙

航空研究開発機

構（JAXA）筑

波宇宙センター 

12 2012.5.30 第1回「窒化物半導体デバイスに関わる超精密

加工プロセス研究会」発会記念特別講演会 

（第11回精密加工プロセス研究会講演会）  

日本機械学会 情報・知能・精密

機器部門  

共催  福岡県  九州大学 伊都

キャンパス 

13 2012.6.8 第3回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

14 2012.6.14 第16回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト 

15 2012.6.22 第4回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

16 2012.6.22 第9回インスペクション技術研究会講演会  AIST・計測・診断システム研究

協議会インスペクション技術研究

会  

主催  福岡県  産総研 九州セ

ンター  

17 2012.6.29 第71回ロボット工学セミナー次世代アクチュエ

ータの技術動向と筋骨格への応用  

(一社)日本ロボット学会  協賛  東京都  中央大学 後楽

園キャンパス 

18 2012.6.29～ 

2012.10.19 

組込み適塾 システムアーキテクトコース  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  兵庫県  産総研 関西セ

ンター 尼崎支

所  

19 2012.7.3 GIC 第29回研修セミナー  GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北セ

ンター 

20 2012.7.6 第5回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

21 2012.7.6 出前講義：地下水観測による東海地震予知  大井川地域地下水利用対策協議会 協力  静岡県  島田市役所 田

代環境プラザ  

22 2012.7.9 インテレクチャルカフェ「IT 社会インフラの未

来像 ～生活者主導で公共情報サービスを構築

するために～」  

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター  

23 2012.7.9 第17回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

24 2012.7.10 第8回「さつき」講習会 モデル検査(SPIN)編  (独)産総研 関西産学官連携セン

ター、組込みシステム産業振興機

構、組込みシステム技術連携研究

体  

主催  兵庫県  産総研 関西セ

ンター 尼崎支

所  

25 2012.7.11～ 

2012.7.13 

ROBOTECH RT ミドルウエア講習会  ロボットビジネス推進協議会 共催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

26 2012.7.12 第1回産総研北海道センター講演会  (独)産総研 北海道センター  主催  北海道  TKP 札幌カン

ファレンスセン

ター  
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27 2012.7.20 第6回 AIST コア技術セミナー  (独)産総研 関西センター、組込

みシステム産業振興機構  

主催  大阪府  リーガロイヤル

NCB 

28 2012.7.20 食総研・産総研ジョイントシンポジウム2012  (独)農研機構 食総研、(独)産総

研  

共同主催  東京都  星陵会館ホール  

29 2012.7.23～ 

2012.7.24 

「形式手法入門―エンジニア向け二日コース」

in 大阪 

組込みシステム産業振興機構 共催  兵庫県  産総研 関西セ

ンター 尼崎支

所 

30 2012.7.25 日本を元気にする産業技術会議シンポジウム－

「日本の競争力を創造する 化学産業の将来展

望」 

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議 

主催  東京都  日経カンファレ

ンスルーム  

31 2012.7.25 出前講義：地下水等総合観測による南海・東南

海・東海地震予測  

新居浜市役所 市民部 防災安全

課  

協力  愛媛県 新 居 浜 市 役 所 

コミュニティ防

災センター 

32 2012.8.3 技術フォーラム：湿式製錬に関わるベース・デ

ータを考える  

東京大学 生産技術研究所  共催  東京都  東京大学 生産

技術研究所 

33 2012.8.6 東北再生可能エネルギー研究会 平成24年度 

第1回講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域

部会 資源・環境・エネルギー分

科会  

共催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

34 2012.8.10～ 

2012.8.20 

第123回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会） 

産学官交流研究会 主催  佐賀県  中小企業基盤整

備機構  

35 2012.8.20 生産計測技術 RC＆ナノシステム RI 合同産学

官連携促進フォーラム in 九州  

 (独)産総研 生産計測技術研究

センター、ナノシステム研究部門 

主催  佐賀県  産総研 九州セ

ンター  

36 2012.8.22 平成24年度 国際標準推進戦略シンポジウム

「新技術の認証を視野に入れた標準化推進」  

(独)産総研 、日本を元気にする

産業技術会議 

主催  東京都  イイノホール  

37 2012.8.22 第10回 Clayteam セミナー  Clayteam  主催  宮城県  仙台市情報・産

業プラザ 

38 2012.8.30 平成24年度 産総研 環境・エネルギーシンポジ

ウム シリーズ1「環境・ヘルスケアを支える将

来の診断技術開発」－環境・ヘルスケア分野に

おけるスマートコミュニティを目指して－ 

(独)産総研  主催  東京都  機械振興会館  

39 2012.8.31 東北大‐産総研合同シンポジウム「材料科学で

日本を元気にする」  

東北大学、(独)産総研、日本を元

気にする産業技術会議 

主催  東京都  日経ホール  

40 2012.9.3 「未利用熱エネルギー技術シンポジウム ～

中・低温領域～」  

(独)産総研  主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 

41 2012.9.3 第18回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

42 2012.9.5 第2回窒化物半導体デバイスに関わる超精密加

工プロセス研究分科会講演会第12 回精密加工

プロセス研究会講演会  

日本機械学会情報・知能・精密機

器部門 

共催  山口県  山口大学常盤キ

ャンパス  

43 2012.9.5 NMIJ 標準物質セミナー2012 ～確かな分析と

標準物質～ 

JASIS2012  主催  千葉県  幕張メッセ  

44 2012.9.6 「放射線・放射能計測とその信頼性確保のため

の取り組み」ワークショップ  

JASIS2012  主催  千葉県  幕張メッセ   

45 2012.9.10 第1回セキュアシステムシンポジウム  (独)産総研 セキュアシステム研

究部門  

主催  東京都  日本科学未来館 

みらい CAN ホ

ール 

46 2012.9.18 つくば発イノベーション第20回講演会  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

47 2012.9.18 GIC 第30回研修セミナー  GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北セ

ンター 

48 2012.9.25 第72回ロボット工学セミナー｢アドバンストな

環境認識センサとその処理方法｣  

(一社)日本ロボット学会  協賛  東京都  東京大学工学部 

49 2012.9.27 産総研コンソーシアム「計測・診断システム研

究協議会」第13回精密加工プロセス研究会講演

会（第3回窒化物半導体デバイスにかかわる超

精密加工プロセス研究分科会講演  

産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」 精密加

工プロセス研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

50 2012.9.27 第14回医療福祉技術シンポジウム  産業技術連携推進会議 医療福祉

技術分科会、(地独)東京都立産業

技術研究センター、(独)産総研  

共同主催  東京都  東京都立産業技

術研究センター 

51 2012.10.1 中国地域産総研技術セミナー in 岡山  (独)産総研 中国センター、岡山

県工業技術センター 

共同主催  岡山県  岡山ロイヤルホ

テル  

52 2012.10.1 第10回メタンハイドレート研究アライアンス講

演会 Malcolm A. Kelland 教授（ノルウェー・

スタバンゲル大学）講演会－ガスハイドレート

生成防止剤の研究開発動向－  

(独)産総研 メタンハイドレート

研究センター  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター西 

53 2012.10.2 第19回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト 
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54 2012.10.3 産総研コンソーシアム「計測・診断システム研

究協議会」平成24年度第1回 食品・バイオテ

クノロジー技術研究会講演会 

産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」  

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

55 2012.10.5 中国地域産総研技術セミナー in 東広島  (独)産総研、広島県立総合技術研

究所 西部工業技術センター 

共同主催  広島県  中国電力株式会

社 エネルギア

総合研究所 

56 2012.10.5 第125回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会）  

産学官交流研究会 主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州支

部 

57 2012.10.9 第73回ロボット工学セミナー「生体計測とイン

タフェース技術」  

(一社)日本ロボット学会  協賛  東京都  東京大学 本郷

キャンパス 

58 2012.10.10～ 

2012.10.12 

「中小企業総合展 JISMEE2012」  (独)中小企業基盤整備機構  後援  東京都  東京ビッグサイ

ト  

59 2012.10.11 第3回 プラズマ医療・健康産業シンポジウム  (独)産総研 エネルギー技術研究

部門／糖鎖医工学研究センター 

主催  大阪府  産総研 関西セ

ンター  

60 2012.10.12 NMIJ 法定計量セミナー2012  (独)産総研 計量標準総合センタ

ー 

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト  

61 2012.10.18 セミナー「環境エレクトロニクス分野」の現状

と展開 

(独)産総研、九州工業大学、公益

財団法人国際東アジア研究センタ

ー(北九州市)  

共催  福岡県  北九州学術研究

都市 産学連携

センター 

62 2012.10.19 地質リスクマネジメント事例研究発表会  (一社)全国地質調査業協会連合会  協賛  東京都  飯田橋レインボ

ーホール 

63 2012.10.21～ 

2012.10.26 

「 International Symposium on Metal-
Hydrogen Systems,2012」(金属－水素系に関

する国際シンポジウム2012)  

広島大学 先進機能物質研究セン

ター  

協賛  京都府  京都府民総合交

流プラザ  

64 2012.10.30 産総研 イノベーション・ワークショップ in タ
イ－ タイにおける産業界、公的研究機関と産

総研とのさらなる連携に向けて－ 

AIST Workshop for Innovation Ecosystem in 
Thailand - Toward global research collaboration 
among industries, research institutes and AIST 
-  

(独)産総研  主催  タイ・バ

ンコク 

GRAND 
MILLENNIUM 
SUKHUMVIT 
BANGKOK  

65 2012.11.3 平成24年度第2回データベース講習会＠東北

「創薬研究のためのデータベース講習会」  

(独)産総研  主催  宮城県  東北大学 星陵

地区 IT 教育施

設  

66 2012.11.5 第20回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト 

67 2012.11.6 つくば発イノベーション第21回講演会  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

68 2012.11.9 産総研コンソーシアム「計測・診断システム研

究協議会」第12回プラズマ技術研究会講演会、

第3回ミニマル3DIC ファブ開発研究会講演会  

産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」  

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

69 2012.11.12 第3回形式手法の産業応用ワークショップ(国際

会議 ICFEM 2012 併催)  

ICFEM （ 14th International 
Conference on Formal Engineering 
Methods ） プログラム委員会 

共催  京都府  京都リサーチパ

ーク 

70 2012.11.13 震災復興技術推進シンポジウム「復興から未来

を創るデザインイノベーション」  

(地独)東京都立産業技術研究セン

ター  

協賛  東京都  東京都立産業技

術研究センター 

71 2012.11.13 第 11 回 Clayteam セ ミ ナ ー 、 The 3rd 
International Symposium on Advanced 
Composite Materials  

Clayteam  主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター  

72 2012.11.26 第2回産総研北海道センター講演会   (独)産総研 北海道センター 主催  北海道  TKP 札幌ビジネ

スセンター 

73 2012.12.3 第2回 未利用熱エネルギー技術シンポジウム  (独)産総研 先進製造プロセス研

究部門  

主催  愛知県  愛知県産業労働

センター ウイ

ンクあいち 小

ホール  

74 2012.12.4～ 

2012.12.5 

ナノテク製造中核人材の養成プログラム『プラ

ズマ技術と成膜技術』講義  

(独)産総研 ナノデバイスセンタ

ー  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

75 2012.12.4 東北分析・計測科学技術コンソーシアム 

TCAST 基礎セミナー  

TCAST  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト 

76 2012.12.5 「東北地方の水産加工業復興に向けた新しい流

通システムの構築」フォーラム  

(独)産総研、東京大学  共催  東京都  東京大学 農学

部キャンパス 

77 2012.12.7 産総研 環境・エネルギー分野シンポジウム 

シリーズエネルギー技術シンポジウム 2012特

集“非在来型エネルギー革命に向けた我が国の

資源戦略と技術開発”   

(独)産総研 エネルギー技術研究

部門  

主催  東京都  東京国際交流館 

プラザ平成 
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78 2012.12.7 中国地域産総研技術セミナー in 米子  (独)産総研 中国センター、（地

独）鳥取県産業技術センター  

共同主催  鳥取県  国際ファミリー

プラザ  

79 2012.12.7～ 

2012.12.10 

第127回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会）  

産学官交流研究会 主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州支

部 

80 2012.12.7 GIC 第31回研修セミナー  GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北セ

ンター 

81 2012.12.10 第2回プリンテッドエレクトロニクスシンポジ

ウム  

(独)産総研 フレキシブルエレク

トロニクス研究センター（FLEC) 

主催  東京都  秋葉原コンベン

ションホール  

129 2012.12.10 産総研本格研究ワークショップ in 中部「ものづ

くりとサービスの融合－新たな価値づくり（快

適・安心・満足･･･）－」  

(独)産総研  主催  愛知県  メルパルク 

NAGOYA  

83 2012.12.13～ 

2012.12.14 

産総研環境・エネルギーシンポジウムシリーズ

第4回メタンハイドレート総合シンポジウム

（CSMH-4） 

産総研メタンハイドレート研究セ

ンター  

主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 

84 2012.12.13 第21回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

85 2012.12.17 第22回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

86 2012.12.19～ 

2012.12.20 

第4回 窒化物半導体デバイスに関わる超精密

加工プロセス研究分科会講演会、第14回精密加

工プロセス研究会講演会  

日本機械学会 情報・知能・精密

機器部門 

主催  東京都  日 本 機 械 学 会 

会議室  

87 2012.12.20 東北再生可能エネルギー研究会 平成24年度第2

回講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域

部会 資源・環境・エネルギー分

科会  

共催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

88 2012.12.21 第13回応用物理学会・プラズマエレクトロニク

ス分科会・新領域研究会、第4回プラズマ医

療・健康産業シンポジウム 合同開催  

(独)産総研  主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター  

89 2012.12.21 平成24年度第1回計測・診断システム研究協議

会出前シンポジウム  

佐賀県、(独)産総研 九州センタ

ー、計測・診断システム研究協議

会  

主催  佐賀県  グランデはがく

れ  

90 2012.12.26 先進製造シンポジウム －グローバル競争を勝

ち抜くための製造業の研究開発と産総研の展開

－  

(独)産総研 先進製造プロセス研

究部門  

主催  東京都  機 会 振 興 会 館 

ホール  

91 2013.1.9～ 

2013.1.11 

第25回バイオエンジニアリング講演会  (一社)日本機械学会  共催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

92 2013.1.16 第128回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会）  

産学官交流研究会 主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州支

部 

93 2013.1.21 平成24年度 第5回先導技術交流会シンポジウ

ム  

(社)研究作業・産業技術振興協会  後援  東京都  機 械 振 興 会 館 

研修室  

94 2013.1.22 第23回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

95 2013.1.23 平成24年度人材育成スクール「分析・評価スク

ール」講義  

(独)産総研 ナノデバイスセンタ

ー  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

96 2013.1.24～ 

2013.1.25 

計量標準総合センター2012年度成果発表会  (独)産総研 計量標準総合センタ

ー（NMIJ）  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

97 2013.1.24 環境調和セラミックス材料研究会  名古屋工業大学 先進セラミック

ス研究センター 

共催  愛知県  名古屋工業大学 

98 2013.1.28 第15回連携大学院産学官交流セミナー  (独)産総研 九州センター、佐賀

大学 

主催  佐賀県  佐賀大学 

99 2013.1.30 第3回未利用熱エネルギー技術シンポジウム  (独)産総研 ナノテクノロジー・

材料・製造分野研究企画室 

主催  東京都  東京ビッグサイ

ト 

100 2013.1.30 中国地域産総研技術セミナー in 山口  (独)産総研 中国センター、(地

独)山口県産業技術センター  

共同主催  山口県  山口グランドホ

テル  

101 2013.2.1 第129回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小企業基盤整備九州支部、(一

財)九州産業技術センター、(一

社)九州ニュービジネス協議会  

主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州支

部 

102 2013.2.4 講演会「日本の遠隔医療の現状と実態」  (独)産総研 ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

103 2013.2.5 中国地域産総研技術セミナー in 島根  (独)産総研 中国センター、島根

県産業技術センター  

共同主催  島根県  テクノアークし

まね 

104 2013.2.14 日本学術振興会 第153委員会 第109回研究会

(公開)第13回プラズマ技術研究会講演会 

日本学術振興会共催：産総研コン

ソーシアム「計測・診断システム

研究協議会」プラズマ技術研究会 

共催  福岡県  サットンホテル

博多シティ 
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105 2013.2.14 平成24年度 Clayteam 総会、第12回 Clayteam
セミナー  

Clayteam  主催  宮城県  TKP ガーデン

シティ仙台  

106 2013.2.15 化学物質の安全管理に関するシンポジウム 

－リスク評価は現実の問題や政策にどのように

活用されるのか－  

化学物質の安全管理に関するシン

ポジウム実行委員会  

共催  東京都  中央合同庁舎 

107 2013.2.15 (独)産総研「新技術説明会 in 浜松」加工技術編 浜松商工会議所工業振興課  出展  静岡県  浜松商工会議所 

108 2013.2.18 平成24年度産業技術連携推進会議北海道地域部

会合同分科会（製品＆技術開発事例報告会）  

産業技術連携推進会議北海道地域

部会  

主催  北海道  北海道大学 学

術交流会館  

109 2013.2.19 次世代ナノテクフォーラム2013  (独)産総研 関西センター、産業

技術連携推進会議近畿地域部会ナ

ノテクノロジー分科会  

主催  大阪府  千里ライフサイ

エンスセンター  

110 2013.2.19 第24回産総研・新技術セミナー  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト 

111 2013.2.20 第15回精密加工プロセス研究会講演会（第5回

窒化物半導体デバイスにかかわる超精密加工プ

ロセス研究分科会講演会）  

産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」 精密加

工プロセス研究会 

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

112 2013.2.20 東北再生可能エネルギー研究会 平成24年度第3

回講演会  

産業技術連携推進会議 東北地域

部会 資源・環境・エネルギー分

科会  

主催  秋田県  秋田ビューホテ

ル  

113 2013.2.21 第5回産総研ナノシステム連携促進フォーラム

～先進ナノ材料とデバイス化技術の新展開～  

(独)産総研 ナノシステム研究部

門  

主催  東京都  秋葉原・コンベ

ンションホール  

114 2013.2.26 つくば発イノベーション第22回講演会  (独)産総研  主催  茨城県  常陽つくばビル 

115 2013.2.26 第3回産総研北海道センター講演会「医薬品の

承認審査について」  

(独 )産総研  北海道センター 

R&B パーク札幌大通サテライト  

共催  北海道  R&B パーク札

幌大通サテライ

ト  

116 2013.2.26 GIC 平成24年度報告総会および第32回研修セ

ミナー（特別講演会）  

GIC 事務局  主催  宮城県  TKP ガーデン

シティ仙台  

117 2013.2.27 高専・産総研研究交流会 in 旭川  旭川工業高等専門学校、（独）産

総研 

主催  北海道  旭川工業高等専

門学校 

118 2013.2.27 一般社団法人日本生体医工学会専門別研究会医

用アクチュエーション研究会  

日本生体医工学会専門別研究会医

用アクチュエーション研究会  

協力  茨城県  産総研 つくば

センター東 

119 2013.3.1 (独)産総研 技術普及講演会  (独)産総研 中部センター、(一

財)北陸産業活性化センター  

主催  富山県  とやま自遊館 

120 2013.3.7 (独)産総研 関西センター研究講演会「微生物

研究が創る未来」 －自然を見極め、社会・世

界に繋ぐ  

(独)産総研 関西センター 主催  大阪府  千里ライフサイ

エンスセンター 

サイエンスホー

ル  

121 2013.3.8 東北分析・計測科学技術コンソーシアム 

TCAST H24年度総会・講演会  

TCAST  主催  宮城県  産総研 東北サ

テライト  

122 2013.3.11 震災復興技術推進シンポジウム「イノベーショ

ンによる市場創造へ～ものづくり企業の医療・

福祉機器分野への参入～」 

(地独)東京都立産業技術研究セン

ター、(独)産総研  

共同主催  東京都  都 産 技 研 本 部  

東京イノベーシ

ョンハブ  

123 2013.3.11 平成24年度第2回 食品・バイオテクノロジー

技術研究会  

産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」 食品・

バイオテクノロジー技術研究会   

主催  福岡県  リファレンス駅

東ビル  

124 2013.3.12 (独)産総研 福島新拠点再生可能エネルギーシ

ンポジウム  

(独)産総研  主催  福島県  郡山ユラックス

熱海 

125 2013.3.13～ 

2013.3.15 

第1回 糖鎖解析技術研修会 in 産総研  (独)産総研 糖鎖医工学研究セン

ター 

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 

126 2013.3.15 第130回産学官交流研究会 博多セミナー（一金

会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小企業基盤整備 九州支部、

(一財)九州産業技術センター、

(一社)九州ニュービジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整

備機構 九州支

部 

127 2013.3.19 第1回スマートライフケアフォーラム「復興か

ら学ぶコミュニティデザイン「」  

産総研 スマートライフケアコン

ソーシアム 

主催  東京都  産総研 臨海副

都心センター 

128 2013.3.21 第10回インスペクション技術研究会講演会プロ

グラム  

AIST・計測・診断システム研究

協議会インスペクション技術研究

会 

主催  宮崎県  宮崎県工業技術

センター  

129 2013.3.25 平成24年度 第2回出前シンポジウム  産総研コンソーシアム「計測・診

断システム研究協議会」  

主催  福岡県  （株）北九州テ

クノセンター  

130 2013.3.26 第2回 先進製造シンポジウム ─顧客価値を

取り込む製造技術─   

(独)産総研 先進製造プロセス研

究部門  

主催  茨城県  産総研 つくば

センター中央 
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1 

2012.4.6 第119回産学官交流研究会 博多セミナー（一

金会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小機構 九州支部、(財)九州産

業技術センター、(社)九州ニュー

ビジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整備機

構 九州本部 

2 2012.4.22 地質標本館特別講演：地質探訪 中東の国オ

マーン  

(独)産総研 地質標本館 主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

3 2012.4.22 科学技術週間特別イベント 「なぜ？」と

「ふしぎ！」を見つけにいこう  

(独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

4 2012.4.25 第7回インテレクチュアル・カフェ  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  

5 2012.4.25～ 

2012.4.27 

Asia-Pacific Microwave Photonics 
Conference 2012（APMP 2012)アジア・パ

シフィックマイクロ波フォトニクス国際会議

2012  

Asia-Pacific Microwave 
Photonics Conference 2012実行

委員会 

主催  京都府  コープイン京都  

6 2012.4.27 第5回 NRI(AIST)-NINT(NRC)共同ワーク

ショップ  

(独)産総研 ナノシステム研究部

門  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

7 2012.5.9 仙台まちなかサイエンス(第11回）  (独)産総研 九州センター 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト   

8 2012.5.11 第120回産学官交流研究会 博多セミナー（一

金会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小機構 九州支部、(財)九州産

業技術センター、(社)九州ニュー

ビジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整備機

構 九州本部 

9 2012.5.18 第33回 (独)産総研サイエンスカフェ「ロボ

ットで移動する街 モビリティロボットが作

る未来の形」  

(独)産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

10 2012.5.21 GIC 平成24年度第1回研究開発相談会  GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト  

11 2012.5.24～ 

2012.5.25 

太陽光発電工学研究センター成果報告会  (独)産総研 太陽光発電工学研究

センター  

主催  茨城県  つくば国際会議場 

12 2012.5.29～ 

2012.5.31 

8th Inernational Workshop on Mwthane 
Hydrate Research &amp; Development 
2012 Fiery Ice 第8回メタンハイドレート研究

開発国際ワークショップ  

(独)産総研 メタンハイドレート

研究センター  

主催  北海道  ロイトン札幌  

13 2012.6.1 日本ゾルゲル学会第9回セミナー【光テクノ

ロジーに向けた新材料開発】  

日本ゾルゲル学会  主催  東京都  日本大学 駿河台キ

ャンパス  

14 2012.6.1 第121回産学官交流研究会 博多セミナー（一

金会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小機構 九州支部、(財)九州産

業技術センター、(社)九州ニュー

ビジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整備機

構 九州本部 

15 2012.6.4～ 

2012.6.5 

第3回ナノシステム研究部門研究交流会  (独)産総研 ナノシステム研究部

門  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

16 2012.6.8 日本を元気にする産業技術会議シンポジウム

－再生可能エネルギーとしての地中熱活用に

向けた将来展望 

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  東京都  日経ビル 

17 2012.6.25 第8回インテレクチュアル・カフェ  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  

18 2012.6.26～ 

2012.6.27 

(独)産総研中部センターオープンラボ2012  (独)産総研 中部センター  主催  愛知県  産総研 中部センタ

ー  

19 2012.6.26～ 

2012.6.27 

2012年(独)産総研中部センター研究発表会  (独)産総研 中部センター  主催  愛知県  産総研 つくばセン

ター  

20 2012.6.27 仙台まちなかサイエンス(第12回)   (独)産総研 九州センター 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト  

21 2012.6.28～ 

2012.6.29 

What is Next Workshop 2012   (独)産総研 光ネットワーク超低

エネルギー化技術拠点  

主催  愛知県  名鉄犬山ホテル  

22 2012.6.29 （公開講座）経済産業研究所 中島厚志理事

長講演会 ～グローバル社会における経済・

産業の方向性と期待される人材像～  

(独)産総研 イノベーションスク

ール  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

23 2012.7.1～ 

2013.2.28 

平成24年度中国地域公設試験研究機関功績者

表彰事業  

(公財)ちゅうごく産業創造センタ

ー 

主催  広島県  ちゅうごく産業創造

センター会議室  

24 2012.7.6 第122回産学官交流研究会 博多セミナー（一

金会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小機構 九州支部、(財)九州産

業技術センター、(社)九州ニュー

ビジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整備機

構 

25 2012.7.7 (独)産総研瀬戸サイト メモリアル講演会  (独)産総研 中部センター  主催  愛知県  パルティせと 

26 2012.7.18～ 

2012.9.30 

地質標本館 夏の特別展 ミクロな化石で地

球をさぐる －微化石と地質調査－  

(独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  
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かかわり 

開 催 地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

27 2012.7.19 第3回つくばイノベーションアリーナ（TIA-
nano）公開シンポジウム  

つくばイノベーションアリーナナ

ノテクノロジー拠点運営最高会議  

主催  東京都  一橋講堂 

28 2012.7.26～ 

2012.7.27 

日本ゾルゲル学会第10回討論会  日本ゾルゲル学会  主催  神奈川県  慶應義塾大学 

29 2012.7.27 第34回(独)産総研サイエンスカフェ『正しく

「節電」してますか？ ライフサイクル的思

考に基づく節電評価』  

(独)産総研 広報部   主催  茨城県  カフェベルガ  

30 2012.7.30～ 

2012.8.3 

RT ミドルウエアサマーキャンプ2012  (独)産総研 主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

31 2012.7.31～ 

2012.8.1 

第13回 (独)産総研・仙台まちなかサイエン

ス  

(独)産総研 九州センター 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト   

32 2012.8.3 地質標本館夏休みイベント石をみがいてみよ

う!!  

(独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  

33 2012.8.4 (独)産総研九州センター 一般公開  (独)産総研 九州センター  主催  佐賀県  産総研 九州センタ

ー  

34 2012.8.4 (独)産総研東北センター一般公開  (独)産総研 東北センター  主催  宮城県  産総研 東北センタ

ー  

35 2012.8.4 (独)産総研中部センター一般公開（なごや・

サイエンス・ひろば）  

(独)産総研 中部センター  主催  愛知県  なごやサイエンスパ

ーク  

36 2012.8.5 つくばウォークの日  つくば市 主催  茨城県  イーアスホール  

37 2012.8.11 (独)産総研北海道センター一般公開  (独)産総研 北海道センター  主催  北海道  産総研 北海道セン

ター  

38 2012.8.20 生産計測技術 RC＆ナノシステム RI 合同産

学官連携促進フォーラム in 九州  

(独)産総研 生産計測技術研究セ

ンター、(独)産総研ナノシステム

研究部門  

主催  佐賀県  産総研 九州センタ

ー 

39 2012.8.23 平成24年度(独)産総研四国センター一般公開  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  

40 2012.8.24 地質標本館 夏休み化石クリーニング体験教

室  

(独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  

41 2012.8.25 地質標本館 地球何でも相談  (独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  

42 2012.8.27 第9回インテレクチュアル・カフェ  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  

43 2012.8.30～ 

2012.9.5 

ナノテク製造中核人材の養成プログラム ナ

ノエレクトロニクス 

(独)産総研 ナノデバイスセンタ

ー   

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

44 2012.9.10 (独)産総研本格研究ワークショップ  (独)産総研 北海道センター  主催  北海道  札幌全日空ホテル  

45 2012.9.21 Post-ECOC Workshop 2012ポスト ECOC 国

際会議ワークショップ2012  

(独)産総研、Eindhoven 工科大

学、東北大学  

共同主催  オ ラ ン

ダ・アイ

ントホー

フェン 

Eindhoven 工科大

学  

46 2012.9.25 仙台まちなかサイエンス(第14回)  (独)産総研 九州センター 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト   

47 2012.9.25～ 

2012.9.27 

Eleventh Japan-Taiwan International 
Workshop on Hydrological and Geochemical 
Research for Earthquake Prediction (水文学

的・地球化学的手法による地震予知研究につ

いての第11回日台国際ワークショップ)  

(独)産総研 活断層・地震研究セ

ンター  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

48 2012.9.28 日本を元気にする産業技術会議シンポジウム

－「サービス工学による新しい社会価値創

造」 

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議 

主催  東京都  日経カンファレンス

ルーム  

49 2012.9.28 第35回(独)産総研サイエンスカフェ「聞きや

すい音・わかりやすい音 耳が遠くなった ひ

とのことも考えた音づくり」  

(独)産総研 広報部   主催  茨城県  カフェベルガ  

50 2012.10.4 平成24年度人材育成スクール超微細加工人材

育成スクール 講義  

文部科学省ナノテクノロジープラ

ットフォーム、(独)産総研、東京

工業大学  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

51 2012.10.13 地質標本館2012年度野外地質観察会フズリナ

の化石を探してみよう! ～葛生の石灰岩の

観察と鉱山見学～  

(独)産総研 地質標本館  主催  栃木県  佐野市葛生化石館  

52 2012.10.19 (独)産総研 中国センター一般公開（広島中

央サイエンスパーク 施設公開 2012）  

広島中央サイエンスパーク研究交

流推進協議会 

共同主催  広島県  産総研 中国センタ

ー 他 

53 2012.10.22 第7回(独)産総研レアメタルシンポジウム  (独)産総研 レアメタルタスクフ

ォース   

主催  東京都  石垣記念ホール  

54 2012.10.22 第10回インテレクチュアル・カフェ  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  

55 2012.10.25 (独)産総研オープンラボ「産業技術会議講演

会」“医療機器分野におけるオープンイノベ

ーションに向けて”  

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(991) 

  
開 催 日 名 称 主催等名称 

産総研 

との 

かかわり 

開 催 地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

56 2012.10.25～ 

2012.10.26 

(独)産総研オープンラボ2012  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

57 2012.10.25～ 

2012.10.26 

(独)産総研オープンラボ「トップ講演会」  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

58 2012.10.25～ 

2012.10.26 

(独)産総研オープンラボ  (独)産総研  主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

59 2012.11.2～ 

2012.12.10 

第126回産学官交流研究会 博多セミナー（一

金会）  

(独)産総研 九州センター、(独)

中小機構 九州支部、(財)九州産

業技術センター、(社)九州ニュー

ビジネス協議会 

主催  福岡県  中小企業基盤整備機

構  

60 2012.11.5 第5回超高速フォトニクスシンポジウム  (独)産総研、(独)情報通信研究機

構、東北大学電気通信研究所、早

稲田大学  

主催  東京都  日本女子大学 目白

キャンパス 

61 2012.11.6 平成24年度 環境・エネルギー分野シンポジ

ウムシリーズ 化学物質の最適管理をめざす

リスクトレードオフ解析手法の開発～ プロ

ジェクト成果報告と今後の方向性 ～  

(独)産総研 安全科学研究部門  主催  東京都  きゅりあん（品川区

立総合区民会館） 

62 2012.11.7～ 

2012.11.9 

ナノテク製造中核人材の養成プログラム リ

ソグラフ―関連技術 

(独)産総研 ナノデバイスセンタ

ー  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

63 2012.11.9 計測標準フォーラム第10回講演会  計測標準フォーラム 主催  東京都  大田区産業プラザ

（PiO）  

64 2012.11.15 健康食品・化粧品ビジネスマッチング in 札幌

2012  

経済産業省北海道経済産業局、札

幌市、北海道バイオ産業クラスタ

ー・フォーラム、(公財)北海道科

学技術総合振興センター  

主催  北海道  札幌コンベンション

センター  

65 2012.11.16 第36回(独)産総研サイエンスカフェ「重要文

化財になった科学機器 －メートル原器に込

められた先人の想い－」  

(独)産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

66 2012.11.19 日本を元気にする産業技術会議シンポジウム

「次世代電池の展望と拓かれる未来」（第8回

UBIQEN フォーラム）  

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  大阪府  千里ライフサイエン

スセンター  

67 2012.11.19 平成24年度 (独)産総研 本格研究ワークショ

ップ in 秋田  

(独)産総研 東北センター  主催  秋田県  秋田ビューホテル  

68 2012.11.19～ 

2012.11.21 

仙台マイクロナノ国際フォーラム2012  東北大学、フラウンホーファー研

究機構、フラウンホーファー日本

代表部、(独)産総研 東北センタ

ー グリーンプロセスインキュベ

ーションコンソーシアム、MEMS
パークコンソーシアム、仙台市  

主催  宮城県  仙台サンプラザ  

69 2012.11.21～ 

2012.11.22 

SiC パワー半導体関連プロジェクト合同シン

ポ ジ ウ ム  -FIRST Outreach Program-

International Symposium on SiC Power 
Electronics 2012-Challenges for Ultrahigh
‐Voltage Power Devices‐最先端研究開発支

援プログラム「低炭素社会創成へ向けた炭化

珪素（SiC）革新パワーエレクトロニクスの

研究開発」国際シンポジウム  

(独)産総研  主催  京都府  京都テルサ 

70 2012.11.26 (独)産総研本格研究ワークショップ in 広島  (独)産総研 中国センター  主催  広島県  メルパルク広島  

71 2012.11.26 GIC 平成24年度第2回研究開発相談会  GIC 事務局  主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト  

72 2012.11.27 企業と博士人材との交流会  (独)産総研 イノベーションスク

ール、筑波大学 グローバルリー

ダーキャリア開発ネットワーク 

(GLCNet) 

主催  茨城県  筑波大学 

73 2012.11.28 第4回(独)産総研マグネシウムシンポジウム  (独)産総研 中部センター サス

テナブルマテリアル研究部門、名

古屋国際見本市委員会   

主催  愛知県  ポートメッセなごや 

74 2012.11.28～ 

2012.11.30 

(独)産総研中部センターと歩む産業技術展／

中部地域公的研究機関 EXPO 2012  

(独)産総研 中部センター  主催  愛知県  ポートメッセなごや 

75 2012.11.29 平成24年度 九州・沖縄 産業技術オープンデ

ー  

(独)産総研 九州センター、九州

経済産業局  

主催  佐賀県  鳥栖市民文化会館  

76 2012.12.5 第5回「光ネットワーク超低エネルギー化技

術拠点」シンポジウム  

(独)産総研  主催  東京都  秋葉原コンベンショ

ンホール  

77 2012.12.5 仙台まちなかサイエンス(第15回)  (独)産総研 九州センター 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト   

78 2012.12.5～ 

2012.12.7 

セミコンジャパン2012  セミジャパン  主催  千葉県  幕張メッセ  



事業組織・本部組織業務 

(992) 

  
開 催 日 名 称 主催等名称 

産総研 

との 

かかわり 

開 催 地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

79 2012.12.7 シンポジウム「新材料で構成する快適建築空

間」－新しい窓の機能と役割（光・熱の制御

と利用を中心にして）－  

(独)産総研 サステナブルマテリ

アル研究部門、環境ハーモニック

建築部材研究会  

主催  東京都  石垣記念ホール  

80 2012.12.7 再生可能エネルギー技術への期待と展望（第

7回再生可能エネルギー世界展示会、併催

(独)産総研セッション）  

再生可能エネルギー協議会、(独)

産総研 

主催  千葉県  幕張メッセ  

81 2012.12.7 ジェロンテクノロジーフォーラム  2012 

Gerontechnology forum 2012  

(独)産総研 主催  東京都  産総研 臨海副都心

センター 

82 2012.12.18 第11回 地圏資源環境研究部門 研究成果報

告会  

(独)産総研 地圏資源環境研究部

門  

主催  東京都  秋葉原コンベンショ

ンホール  

83 2012.12.18 平成24年度(独)産総研関西センター本格研究

ワークショップ  

(独)産総研 関西センター  主催  大阪府  大阪科学技術センタ

ー 

84 2013.1.15 (独)産総研 本格研究ワークショップ in 熊本

「オープンイノベーションで地域産業に貢献

する半導体および有機薄膜関連技術」  

(独)産総研、くまもと有機薄膜技

術高度化支援センター  

主催  熊本県  KKR ホテル熊本  

85 2013.1.15 計算機言語談話会（CLC）1月第1回  組込みシステム技術連携研究体  主催  兵庫県  産総研 関西センタ

ー 尼崎支所 

86 2013.1.19～ 

2013.1.20 

(独)産総研キャラバン2013やまぐち  (独)産総研  主催  山口県  防府市青少年科学館 

ソラール  

87 2013.1.21～ 

2013.1.22 

5th International Symposium on Innovative 
Solar Cells 第5回 革新的太陽光発電国際シ

ンポジウム  

(独)産総研 太陽光発電工学研究

センター、東京大学 先端科学技

術研究センター、東京工業大学  

主催  茨城県  つくば国際会議場 

88 2013.1.22 地質調査総合センター第20回シンポジウム

「地質学は火山噴火の推移予測にどう貢献す

るか」  

(独)産総研 地質調査総合センタ

ー  

主催  東京都  秋葉原ダイビル 

89 2013.1.25 日本を元気にする産業技術会議シンポジウム

「“もの”、“こと”、“ひと”づくりで日

本を元気にしよう！」  

(独)産総研、日本を元気にする産

業技術会議  

主催  東京都  日経ホール  

90 2013.1.25 第37回(独)産総研サイエンスカフェ「小さな

植物が秘めた力 植物の中で働く見えないア

クセルとブレーキ」  

(独)産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

91 2013.1.28 鹿児島大学・(独)産総研関西センター 研究

シーズ連携発表会  

鹿児島大学産学官連携推進センタ

ー、(独)産総研 関西センター  

主催  大阪府  大阪科学技術センタ

ー 

92 2013.1.29 つくば医工連携フォーラム2013  (独)産総研 ヒューマンライフテ

クノロジー研究部門つくばバイオ

マテリアル医工学研究会つくば医

療産業懇談会いばらき成長産業振

興協議会  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

93 2013.1.29 平成24年度(独)産総研本格研究ワークショッ

プ  

(独)産総研  主催  香川県  サンメッセ香川  

94 2013.1.30～ 

2013.1.31 

水素先端世界フォーラム2013International 
Hydrogen Energy Development Forum 2013  

(独)産総研 水素材料先端科学研

究センター、福岡水素エネルギー

戦略会議、福岡県、九州大学  

主催  福岡県  グランドハイアット

福岡  

95 2013.2.1 ナノテクノロジー国際標準化ワークショップ

ナノバイオテクノロジーの開発と標準化  

(独)産総研、ナノテクノロジー標

準化国内審議委員会  

主催  東京都  東京ビッグサイト 

96 2013.2.1 センサワークショップ  (独)産総研 先進製造プロセス研

究部門  

主催  愛知県  名古屋駅前イノベー

ションハブ会議室  

97 2013.2.1 「第11回高分子ナノテクノロジー研究会講座 

ポリマーナノコンポジットの進展」  

 高分子学会 高分子ナノテクノロ

ジー研究会 

主催  東京都  産総研 臨海副都心

センター 

98 2013.2.5～ 

2013.2.6 

第12回 (独)産総研・産技連 LS-BT 合同研

究発表会  

(独)産総研、産業技術連携推進会

議ライフサイエンス部会、バイオ

テクノロジー分科会  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

99 2013.2.6 平成24年度 産業技術連携推進会議 ナノテ

クノロジー・材料部会、製造プロセス部会 

合同研究発表会  

産業技術連携推進会議 ナノテク

ノロジー・材料部会、製造プロセ

ス部会  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター 

100 2013.2.10 まちなかサイエンス in もりおか－地学童話の

傑作、宮沢賢治『楢ノ木大学士の野宿』を読

み解く－  

(独)産総研 東北センター 主催  岩手県  いわて県民情報交流

センター 

101 2013.2.16 地質標本館カフェ朗読会 宮澤賢治「楢ノ木

大学士の野宿」－イーハトーヴの石たち－  

(独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  

102 2013.2.19 平成24年度 (独)産総研 環境・エネルギー

シンポジウムシリーズ「21世紀の化学反応と

プロセス －未来を切り拓く革新触媒－」  

(独)産総研  主催  茨城県  つくば国際会議場 

103 2013.2.20 2013産学官連携支援シンポジウム  産学官連携支援協議会、北海道中

小起業家同友会  

主催  北海道  ホテルさっぽろ芸文

館  

104 2013.2.25 第12回インテレクチュアル・カフェ  (独)産総研 四国センター  主催  香川県  産総研 四国センタ

ー  
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105 2013.3.4 レアメタルシンポジウム ＠関西「エネルギ

ー高度利用とレアメタル」   

(独)産総研 関西センター 主催  大阪府  大阪科学技術センタ

ー 

106 2013.3.5 第2回電子光技術シンポジウム「電子と光の

新しい潮流」－情報通信社会の持続的発展を

担う新材料・新技術－  

(独)産総研 電子光技術研究部門  主催  東京都  産総研 臨海副都心

センター 

107 2013.3.6～ 

2013.3.8 

第8回 新エネルギー技術シンポジウム  第8回 新エネルギー技術シンポジ

ウム 実行委員会  

主催  茨城県  産総研 つくばセン

ター  

108 2013.3.8 デジタルヒューマン・シンポジウム2013  (独)産総研 デジタルヒューマン

工学研究センター  

主催  東京都  日本科学未来館 

109 2013.3.8 第38回(独)産総研サイエンスカフェ「太陽の

光で水から水素を エネルギー問題解決を目

指す人工光合成」  

(独)産総研 広報部  主催  茨城県  カフェベルガ  

110 2013.3.13 最先端研究開発支援プログラム2013年成果報

告会グリーン・ナノエレクトロニクスのコア

技術開発  

(独)産総研、グリーン・ナノエレ

クトロニクスセンター（GNC）  

主催  東京都  一橋講堂  

111 2013.3.13 仙台まちなかサイエンス（第17回）  (独)産総研 九州センタ－ 主催  宮城県  産総研 東北サテラ

イト   

112 2013.3.15 (独)産総研創薬・バイオセミナー  (独)産総研 主催  兵庫県  神戸国際ビジネスセ

ンター（KIBC） 

113 2013.3.16 第24回 自分で作ろう!!化石レプリカ “三

葉虫”  

(独)産総研 地質標本館  主催  茨城県  地質標本館  

114 2013.3.16～ 

2013.3.17 

科学・技術フェスタ  内閣府、(独)産総研他 主催  京都府  京都パルスプラザ  

115 2013.3.19 Electro-Active Polymer（EAP）研究シンポ

ジウム－フラウンホーファー・(独)産総研共

同研究キックオフ－  

(独)産総研 健康工学研究部門 主催  大阪府  梅田スカイビル 

116 2013.3.19 復興から学ぶコミュニティデザイン  (独)産総研 スマートライフケア

コンソーシアム   

主催  東京都  産総研 臨海副都心

センター 

117 2013.3.21 (独)産総研サイエンスカフェ in 北海道「菌の

ミュージアム～食べ物が光った原因は!?電気

を食べる菌!?菌が虫を救う!?驚きの菌の世界

～  

(独)産総研 広報部  主催  北海道  産総研 札幌大通り

サイト  

118 2013.3.22 つくば先端機器共用施設連携ワークショップ

2013  

高エネルギー加速器研究機構、筑

波大学、(独)物質・材料研究機

構、(独)産総研、つくばイノベー

ションアリーナナノテクノロジー

拠点運営最高会議  

共同主催  東京都  東京ステーションコ

ンファレンス  
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1 2012.4.11～ 

2013.3.3 

『先端技術館＠TEPIA』  (財)機械産業記念事業財団  協力  東京都  TEPIA 

2 2012.4.17～ 

2012.4.18 

Asian Workshops on 3D Body Scanning 
TechnologiesTokyo, Japan, 17-18 April 
2012  

Hometrica Consukting  共催  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー 

3 2012.4.25～ 

2012.4.27 

OPTICS&amp;PHOTONICS Internatiol 
Congress 2012  

OPTICS&PHOTONICS Internatiol 協議

会  

協賛  神奈川県  パシフィコ横

浜会議センタ

ー  

4 2012.4.27 四国マイクロ波プロセス研究会第10回フォ

ーラム  

四国マイクロ波プロセス研究会  後援  高知県  高知大学総合

情報センター  

5 2012.5.8～ 

2012.5.11 

第15回 組込システム開発技術展  リードエグジビジョンジャパン(株)  出展  東京都  東京ビッグサ

イト  

6 2012.5.9～ 

2012.5.11 

アジア・アントレプレナーシップ・アワー

ド 2012  

(一社)フューチャーデザインセンター  後援  千葉県  千葉県柏市柏

の葉キャンパ

ス一帯地域 

7 2012.5.12～ 

2012.5.15 

第5回ジオパーク国際ユネスコ会議  第5回ジオパーク国際ユネスコ会議組織委

員会  

後援  長崎県  長崎県島原半

島（島原半島

ジオパーク）  

8 2012.5.14～ 

2012.5.18 

「第24回国際低温工学会議－2012年国際低

温材料材料会議 

（ICEC24-ICMC2012）」  

(公社) 低温工学・超電導学会  後援  福岡県  福岡国際会議

場  

9 2012.5.18 地盤材料試験・地盤調査の精度とばらつき

に関するシンポジウム  

(公社) 地盤工学会  協賛  大阪府  ドーンセンタ

ー  

10 2012.5.20～ 

2012.5.25 

「日本地球惑星科学連合2012年大会」  (一社) 日本地球惑星科学連合  後援  千葉県  幕 張 メ ッ セ 

国際会議場  

11 2012.5.22 第69回ロボット工学セミナー「ロボットに

利用できるコンピュータビジョン技術」  

(一社)日本ロボット学会  協賛  東京都  東京大学 本

郷キャンパス 

12 2012.5.24～ 

2012.5.27 

技研公開2012  NHK 放送技術研究所  協力  東京都  NHK 放送技

術研究所  

13 2012.5.25～ 

2012.7.11 

平成24年度 ニュービジネス助成金  (株)池田泉州銀行  後援  大阪府  池田泉州銀行  

14 2012.5.30～ 

2012.6.1 

「中小企業総合展2012 in kansai」  (独)中小企業基盤整備機構  後援  大阪府  インテックス

大阪 

15 2012.5.30～ 

2012.6.1 

スマートグリッド展2012  (株)日刊工業新聞社  協賛  千葉県  東京ビッグサ

イト  

16 2012.6.1～ 

2013.3.31 

「板橋製品技術大賞」  東京都板橋区  後援  東京都  板橋区役所  

17 2012.6.13～ 

2012.6.15 

JPCA Show 2012/ラージエレクトロニクス

ショー2012/2012マイクロエレクトニクス

ショー/JISSO PROTEC2012  

(社)日本電子回路工業会  協賛  東京都  東京ビッグサ

イト  

18 2012.6.14～ 

2012.6.15 

Embedded Technology West 2012／組込み

総合技術展 関西  

(社) 組込みシステム技術協会 Embedded 
Technology 運営事務局  

出展  大阪府  インテックス

大阪  

19 2012.6.16～ 

2012.6.17 

第70回ロボット工学セミナー「ロボットの

作り方2012」  

(一社)日本ロボット学会  協賛  埼玉県  埼玉大学 工

学部 

20 2012.6.19～ 

2012.6.20 

第125回塑性加工工学講座「板材成形の基

礎と応用～基礎編～」  

(社)日本塑性加工学会  協賛  東京都  日本大学 理

工学部 

21 2012.6.19 12-1 高分子ナノテクノロジー研究会「機

能と高分子ナノテクノロジー」  

(公社) 高分子学会  協賛  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー  

22 2012.6.24 日本福祉のまちづくり学会 音サインシン

ポジウム   

日本福祉のまちづくり学会情報障害特別研

究委員会 

共催  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー  

23 2012.6.26 第4回 ナノ材料科学環境拠点シンポジウム  TIA-nano の拠点活用 PJ ナノ材料科学環

境拠点（GREEN)  

その他  茨城県  物質・材料研

究機構 並木

地区 

24 2012.6.29 早大・（独）産総研ベンチャーフォーラム 

～明日に羽ばたくベンチャー起業を目指し

て～  

（独）産総研 イノベーション推進本部ベ

ンチャー開発部、早稲田大学  

共催  東京都  早稲田大学 

25 2012.7.1～ 

2012.7.31 

「蓄熱月間」  （一財）ヒートポンプ・蓄熱センター  後援  東京都  ヒ ー ト ポ ン

プ・蓄熱セン

ター 

26 2012.7.1～ 

2013.9.30 

平成24年度国際経済産業交流事業  （一社）国際経済交流財団 後援  東京都  国際経済交流

財団 
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27 2012.7.2 1st SKLFMC/ECUST&#8211;NRI/AIST 
JOINT WORKSHOP 第一回華東理工大学

上海市効能化学重点実験室－産業技術総合

研究所ナノシステム研究部門合同ワークシ

ョップ  

華東理工大学 上海市効能化学重点実験室

（SKLFMC/ECUST）  

共催  中国・上

海 

華東理工大学 

28 2012.7.5 地方独立行政法人化記念イベント 新生！

産技研テクノフェア 

(地独)大阪府立産業技術総合研究所 後援  大阪府  地方大阪府立

産業技術総合

研究所 

29 2012.7.11～ 

2012.7.13 

テクノフロンティア2012  日本能率協会  出展  東京都  東京ビッグサ

イト  

30 2012.7.15 学都「仙台・宮城」サイエンス・デイ2012  特定非営利活動法人 natural science  共催  宮城県  東北大学 川

内北キャンパ

ス 

31 2012.7.24～ 

2012.7.25 

第 6回ビジネスマッチングフェア in 
Hamamatsu2012  

浜松商工会議所  後援  静岡県  アクトシティ

浜松 

32 2012.7.26 「かがわ健康関連製品開発フォーラム設立

記念シンポジウム」  

かがわ健康関連製品開発フォーラム、(公

財)かがわ産業支援財団 

後援  香川県  アルファあな

ぶきホール 

33 2012.8.1～ 

2012.8.7 

「機械の日・機械週間」  (一社)日本機械学会  後援  東京都  国立科学博物

館  

34 2012.8.1 2012サイエンスパーク in 札幌駅前通地下歩

行空間  

（地独）北海道立総合研究機構  出展  北海道  室蘭工業大学  

35 2012.8.2～ 

2012.8.3 

第6回 国際燃料電池ワークショップ2012  山梨大学  後援  山梨県  甲府富士屋ホ

テル  

36 2012.8.7 北洋銀行ものづくりテクノフェア2012  (株)北洋銀行  後援  北海道  札幌コンベン

ションセンタ

ー  

37 2012.8.7 市民公開シンポジウム「農学・食糧科学が

創る安全・安心な世界」  

日本学術会議農学委員会・食糧科学委員

会、北海道大学大学院農学研究院  

協賛  北海道  北 海 道 大 学 

農学部大講堂  

38 2012.8.8 「 第 25 回 国 際 超 電 導 シ ン ポ ジ ウ ム

(ISS2012)」  

(公財)国際超電導産業技術研究センター  後援  東京都  タワーホール

船堀  

39 2012.8.11～ 

2012.8.13 

「みんなのエネルギーフェスタ2012」  みんなのエネルギー会議  後援  東京都  秋葉原 UDX  

40 2012.8.31 第1回「元気・長生き・運動器」  日本運動器科学会  共催  宮城県  気仙沼市五右

衛門が原応急

仮設集会所  

41 2012.9.1～ 

2012.10.31 

2012キャンパスベンチャーグランプリ四国

（CVG 四国）  

キャンパスベンチャーグランプリ（CVG）

四国実行委員会  

後援  大阪府  日刊工業新聞

社 大阪支社

cvg 四国事務

局 

42 2012.9.1～ 

2012.10.31 

第11回キャンパスベンチャーグランプリ中

国   

キャンパスベンチャーグランプリ中国実行

委員会 

後援  広島県  日刊工業新聞

社 広島総局

cvg 中国事務

局 

43 2012.9.1～ 

2013.3.31 

キャンパスベンチャーグランプリ北海道  キャンパスベンチャーグランプリ北海道実

行委員会  

後援  北海道  日刊工業新聞

社 札幌支局

cvg 北海道事

務局 

44 2012.9.1～ 

2012.10.31 

第8回キャンパスベンチャーグランプリ東

北（CVG 東北）  

CVG 東北実行委員会  後援  宮城県  日刊工業新聞

社 仙台総局

cvg 東北事務

局 

45 2012.9.3～ 

2012.9.7 

「第10回 全日本 学生フォーミュラ大会

－ものづくり・デザインコンペティション

－」  

(公社)自動車技術会  協賛  静岡県  エコパ（小笠

山運動公園）  

46 2012.9.3～ 

2012.9.4 

バイオマス燃料の事業化に向けた国際戦略

シンポジウム  

(独)科学技術振興機構、(独)国際協力機構

（JICA)、（独）産総研（AIST)、(独)新エ

ネ ル ギ ー ・ 産 業 技 術 総 合 開 発 機 構

（NEDO)、(一社)日本経済団体連合会  

共催  東京都  大手町サンケ

イプラザ 

47 2012.9.5～ 

2012.9.7 

「 JASIS2012 (Japan Analytical &amp; 
Scientific Instruments Show)」  

(社)日本分析機器工業会、(一社)日本科学

機器協会  

後援・出

展  

千葉県  幕 張 メ ッ セ 

国際展示場  

48 2012.9.5 技術移転マッチング  経済産業省北海道経済産業局札幌市  出展  北海道  KKR ホテル

札幌  

49 2012.9.10 平成24年度イノベーションコーディネータ

表彰  

(独)科学技術振興機構  後援  香川県  サンポートホ

ール高松 

50 2012.9.11 「反応分離シンポジウム2012」  (公社)化学工学会 反応工学部会 反応分

離分科会 

協賛  福島県  産総研 つく

ばセンター 

51 2012.9.16～ 

2012.9.18 

トライボロジー会議2012秋北海道室蘭  トライボロジー会議2012秋北海道室蘭実行

委員会  

後援  北海道  室蘭工業大学  



事業組織・本部組織業務 

(996) 
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会場 

都道府県 
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52 2012.9.17 リアルロボットテクノロジーシンポジウム  (一社)日本ロボット学会  後援  北海道  札幌コンベン

ションセンタ

ー  

53 2012.9.18 「産学官連携シンポジウム」～（独）産業

技術総合研究所×金沢工業大学 協力協定

締結10周年記念事業～  

学校法人金沢工業大学、（独）産総研  共催  石川県  金沢工業大学 

扇が丘キャン

パス 

54 2012.9.18～ 

2012.9.19 

「地下熱利用（熱応答試験およびその解

析）講習会」  

(公社) 日本地下水学会  共催  長野県  信州大学 工

学部 

55 2012.9.19～ 

2012.9.21 

スマートプロダクツ2012  スマートプロダクツ実行委員会  協賛  東京都  東京ビッグサ

イト 

56 2012.9.19 平成24年度 産業創出講演会について  （公財）ちゅうごく産業創造センター 後援  広島県  ホテルグラン

ヴィア広島 

57 2012.9.19 広島市立大学2012年度リエゾンフェスタ  広島市立大学、広島市 後援  広島県  広島市まちづ

くり市民交流

プラザ  

58 2012.9.19～ 

2013.6.14 

イノべーションネットアワード2013地域産

業支援プログラム表彰事業  

(財)日本立地センター  後援  東京都  （財）日本立

地センター  

59 2012.9.20～ 

2012.9.21 

全地連「技術フォーラム2012」新潟  (社)全国地質調査業会連合会  協賛  新潟県  朱鷺メッセ  

60 2012.9.21 「電気自動車開発技術展(EVEX・イーベッ

クス) 2012」  

電気自動車開発技術展実行委員会  協賛  東京都  東京ビッグサ

イト  

61 2012.9.21 「第47回ナノビズマッチ」  (一社)ナノテクノロジービジネス推進協議

会  

協賛  東京都  東 京 YWCA
会館 

62 2012.9.26 「第48回ナノビズマッチ」  (一社)ナノテクノロジービジネス推進協議

会  

協賛  東京都  東 京 YWCA
会館 

63 2012.9.27～ 

2012.9.28 

第3回日中大学フェア＆フォーラム  (独)科学技術振興機構  後援  東京都  東京国際フォ

ーラム  

64 2012.9.27～ 

2012.9.28 

イノベーション・ジャパン2012-大学見本

市  

(独)科学技術振興機構  出展  東京都  東京国際フォ

ーラム  

65 2012.10.2～ 

2012.10.6 

最先端 IT ・エレクトロニクス総合展

CEATEC JAPAN (シーテック ジャパン) 

2012  

(一社)情報通信ネットワーク産業協会、

(一社)電子情報技術産業協会、(一社)コン

ピュータソフトウェア協会  

後援  千葉県  幕張メッセ  

66 2012.10.5 「トーゴーの日シンポジウム2012～ライフ

サイエンスデータベース統合の医学への応

用を探る」  

(独)科学技術振興機構 バイオデータベー

スセンター  

共催  東京都  時事通信ホー

ル  

67 2012.10.5 東京都立産業技術研究センター・表面技術

協会三部会公開シンポジウム「ドライプロ

セスの新潮流」  

(地独)東京都立産業技術研究センター、

(一社)表面技術協会 表面改質・硬化部

会、材料機能ドライプロセス部会、電鋳・

金型の表面処理研究部会  

後援  東京都  地方東京都立

産業技術研究

センター本部 

68 2012.10.5 「全国イノベーションコーディネータフォ

ーラム2012」  

 (独)科学技術振興機構 後援  香川県  サンポートホ

ール高松  

69 2012.10.6 第2回「元気・長生き・運動器」  日本運動器科学会  共催  宮城県  気仙沼市五右

衛門が原応急

仮設集会所  

70 2012.10.7～ 

2012.10.9 

「科学技術と人類の未来に関する国際フォ

ーラム(Science and Technology in Society 
forum) 第9回年次総会」  

特定非営利活動法人 STS フォーラム  後援  京都府  国立京都国際

会館  

71 2012.10.9～ 

2012.10.14 

2012年国際航空宇宙展（ジャパン エアロ

スペース2012/JA2012）  

(一社) 日本航空宇宙工業会  出展  愛知県  ポートメッセ

なごや／中部

国際空港 セ

ントレア 

72 2012.10.10～ 

2012.10.12 

BioJapan2012  BioJapan 組織委員会  後援・出

展 

神奈川県  パシフィコ横

浜  

73 2012.10.10～ 

2012.10.12 

INTERMEASURE 2012 
（第25回国際計量測量展）  

(一社)日本計量機器工業連合会  後援  東京都  東京ビッグサ

イト  

74 2012.10.10～ 

2012.10.12 

第6回総合検査機器展  日本検査機器工業会 出展  東京都  東京ビッグサ

イト 

75 2012.10.12 秋田大会－石油学会地域貢献フォーラム－  （公社）石油学会秋田大会実行委員会  出展  秋田県  秋田キャッス

ルホテル  

76 2012.10.13 「市民講座」里山・里海としての瀬戸内海

について  

The North Pacific Marine Science 
Organization（北太平洋海洋科学機関：

PICES）、（独）水産総合研究所センター瀬

戸内海区水産研究所、水産庁 

後援  広島県  広島県情報プ

ラザ 

77 2012.10.13～ 

2012.10.15 

ねんりんピック宮城・仙台2012 生活支援

ロボットフェスティバル  

ねんりんピック宮城・仙台2012実行委員会

事務局  

出展  宮城県  夢メッセみや

ぎ  

78 2012.10.17～ 

2012.10.19 

VACUUM2012－真空展   日本真空工業会、(一社) 日本真空学会  出展  東京都  東京ビックサ

イト  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(997) 

 開 催 日 名  称 主催等名称 
産総研 

との 

かかわり 

開催地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

79 2012.10.17～ 

2012.12.19 

北九州市学術研究都市第12回産学連携フェ

ア  

北九州市学術研究都市産学連携フェア実行

委員会、(公財)北九州産業学術推進機構

（FAIS）  

出展  福岡県  北九州学術研

究都市各施設  

80 2012.10.18～ 

2012.10.19 

北陸技術交流テクノフェア2012  技術交流テクノフェア実行委員会  後援  福井県  福井県産業会

館  

81 2012.10.19～ 

2012.10.21 

エコプロダクツ東北2012  特定非営利活動法人環境会議所東北  協賛  宮城県  夢メッセみや

ぎ  

82 2012.10.20～ 

2012.10.21 

つくば市制25周年記念 第9回つくば産業

フェア＆農産物フェア2012  

つくば市、つくば市商工会、つくば産業フ

ェア実行委員会  

協力  茨城県  つ く ば カ ピ

オ、大清水公

園  

83 2012.10.20～ 

2012.10.21 

サッポロヘルス＆ビューティフェア2012  サッポロヘルス＆ビューティフェア2012実

行委員会  

後援  北海道  アクセスサッ

ポロ  

84 2012.10.20～ 

2012.10.21 

第6回ビジネスフェア2012夢商い in こおり

やま－ふるさと産品等の安全・安心フェア

－  

郡山地区商工会広域協議会  出展  福島県  ビッグパレッ

トふくしま  

85 2012.10.24～ 

2012.10.26 

びわ湖環境ビジネスメッセ2012  滋賀環境ビジネスメッセ実行委員会 後援  滋賀県  滋賀県立長浜

ドーム 

86 2012.10.24～ 

2012.10.26 

日本地熱学会平成24年学術講演会  日本地熱学会  協賛  秋田県  湯沢文化会館  

87 2012.10.25～ 

2012.10.26 

第50回全国繊維技術交流プラザ  全国繊維工業技術協会  後援  富山県  福野文化創造

センター 

88 2012.10.25～ 

2012.10.26 

（独）産総研オープンラボ  （独）産総研  出展  茨城県  産総研 つく

ばセンター  

89 2012.10.29～ 

2012.10.30 

エンジニアリングシンポジウム2012  (一財)エンジニアリング協会  協賛  東京都  日本都市セン

ター会館 

90 2012.10.31～ 

2012.11.2 

計測展 2012 OSAKA  (一社)日本電気計測器工業会  協賛  大阪府  大阪国際会議

場  

91 2012.11.2～ 

2012.11.5 

第3回日本ジオパーク全国大会室戸大会  第3回日本ジオパーク室戸大会実行委員会  後援  高知県  室戸市保険福

祉センター  

92 2012.11.2 日本情報地質学会2012年度シンポジウム－

地形・地質・地球物理情報の三次元モデリ

ング－  

日本情報地質学会  共催  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー 

93 2012.11.2～ 

2012.11.3 

おおさき産業フェア2012  NPO 法人未来産業創造おおさき  出展  宮城県  大崎市古川総

合体育館 

94 2012.11.3～ 

2012.11.4 

あいち少年少女創意くふう展2012  愛知県、名古屋市、名古屋商工会議所、中

日新聞、(一社)愛知県発明協会  

後援  愛知県  トヨタテクノ

ミュージアム 

産業技術記念

館 

95 2012.11.3 学研労協サイエンスカフェ 第4回つくろ

う！科学の輪「これからのエネルギー、選

ぶのはあなたです。」  

筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会

つくば市民大学  

後援  茨城県  つくば市民大

学  

96 2012.11.3 テスト設計コンテスト’13関西地域予選会  NPO 法人 ソフトウェアテスト技術振興

協会（ASTER）、ソフトウェアテスト設計

コンテスト関西地域予選実行委員会 

後援  奈良県  奈良工業技術

センター  

97 2012.11.3 茨城県高等学校文化連盟自然科学部発表会  茨城県高等学校文化連盟自然科学部  後援  茨城県  産総研  

98 2012.11.5～ 

2012.11.8 

The Third International Conference on 
Simulation, Modeling, and Programming for 
Autonomous Robots (SIMPAR-2012)  

SIMPAR-2012 実行委員会  共催  茨城県  産総研 

99 2012.11.7～ 

2012.11.19 

第32回キャピラリー電気泳動シンポジウム  第32回キャピラリー電気泳動シンポジウム

実行委員会、日本分析化学会電気泳動分析

研究懇談会 

協賛  大阪府  産総研 関西

センター  

100 2012.11.7～ 

2012.11.8 

ふくしま復興・再生可能エネルギー産業フ

ェア2012 

福島県、(公財)福島県産業振興センター  後援・出

展 

福島県  ビッグパレッ

トふくしま  

101 2012.11.7～ 

2012.11.10 

メッセナゴヤ2012  メッセナゴヤ実行委員会  出展  愛知県  ポートメッセ

なごや 

102 2012.11.7 四国工業研究会特別企画セミナー  四国工業研究会  共催  香川県  ホテルパール

ガーデン 

103 2012.11.8～ 

2012.11.9 

ビジネス EXPO「第26回 北海道 技術・ビ

ジネス交流会」 北海道 価値創造！～つ

なぐ力で未来へ～  

北海道 技術・ビジネス交流会実行委員会  後援・出

展 

北海道  アクセスサッ

ポロ  

104 2012.11.9 第21回 日本 NCSLI 技術フォーラム  非営利団体 日本 NCSLI  後援  東京都  東京都大田区

産 業 プ ラ ザ

Pio  
105 2012.11.9 「NEDO 技術フォーラム in 近畿(2012)」

～快適で、環境にやさしい、エネルギー利

用を考える！～  

(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構  協賛  大阪府  住まい情報セ

ンター 



事業組織・本部組織業務 

(998) 

 開 催 日 名  称 主催等名称 
産総研 

との 

かかわり 

開催地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

106 2012.11.9 平成24年度 （独）産総研 本格研究ワー

クショップ in 秋田 『持続可能社会を支え

る東北の精緻なものづくり技術』  

(独)産総研 東北センター  出展  秋田県  秋田ビューホ

テル  

107 2012.11.10～ 

2012.11.11 

サイエンスアゴラ2012  (独)科学技術振興機構  共催・出

展 

東京都  日本科学未来

館 、 産 総 研 

臨海副都心セ

ンター、東京

都立産業技術

研究センター  

108 2012.11.11～ 

2012.11.15 

第21回パターン認識国際会議 /The 21st 
International Coference on Pattern 
Recognition (ICPR2012)  

第21回パターン認識国際会議組織委員会  共催  茨城県  つくば国際会

議場  

109 2012.11.12 ISO50001 国際ワークショップ  経済産業省産業技術環境局  後援  東京都  プ ラ ザ 平 成 

東京国際交流

館  

110 2012.11.15 京都産学公連携フォーラム2012  (公社)京都工業会  後援  京都府  京都工業会館  

111 2012.11.15 地球観測連携拠点（温暖化分野）平成24年

度ワークショップ「太陽放射エネルギーの

観測と利用」－地球環境問題を解く鍵－  

地球温暖化観測推進事務局／環境省・気象

庁  

後援  東京都  千代田放送会

館  

112 2012.11.15 第13回ビジネスフェア from TAMA  西武信用金庫、(一社)首都圏産業活性化協

会  

出展  東京都  新宿 NS ビル 

113 2012.11.15～ 

2012.11.17 

第16回いたばし産業見本市  いたばし産業見本市実行委員会  出展  東京都  板橋区立東板

橋体育館  

114 2012.11.16 第32回日本微生物系統分類研究会年次大会

シンポジウム「微生物学研究における系統

分類学の輪役割と貢献」  

日本微生物系統分類研究会  協力  茨城県  産総研 

115 2012.11.16 「第8回日独産業フォーラム 2012」  ドイツ貿易・投資振興機構  後援  東京都  マンダリンオ

リエンタル東

京  

116 2012.11.16 中四国環境ビジネスネット（B-net）フォ

ーラム2012  

岡山県、(財)岡山県産業振興財団   後援  岡山県  岡山ロイヤル

ホテル  

117 2012.11.16 高機能素材活用産業創出フォーラム  四国経済産業局四国地域イノベーション創

出協議会  

後援  愛媛県  メルパルク松

山  

118 2012.11.17 平成24年度「みやぎサイエンス・フェス

タ」  

宮城県仙台第三高等学校  出展  宮城県  宮城県仙台第

三高等学校  

119 2012.11.18～ 

2012.11.20 

Techno-Ocean2012  Techno-Ocean2012実行委員会  後援  兵庫県  神戸国際会議

場  

120 2012.11.20～ 

2012.11.22 

産業交流展2012  東京都、東京商工会議所、東京都商工会議

所連合会、東京都商工会連合会、東京都中

小企業団体中央会、(株)東京ビッグサイ

ト、(公財)東京都中小企業振興公社、(地

独)東京都立産業技術研究センター  

出展  東京都  東京ビッグサ

イト 

121 2012.11.21～ 

2012.11.26 

プルーシャンブルーを利用した ECD 技術

展示会  

(株)東和製作所  共催  東京都  澁谷ヒカリエ 

122 2012.11.26 （独）産総研本格研究ワークショップ in 広

島  

(独)産総研 中国センター  出展  広島県  メルパルク広

島  

123 2012.11.27 環境省 環境研究総合推進費環境問題対応

型研究領域研究プロジェクト E-1001「ア

ジア低炭素社会の構築に向けた緩和技術の

コベネフィット研究」一般公開シンポジウ

ム「アジアの大気汚染と地球温暖化対策」  

環境省環境研究総合推進費 E-1001 協力  茨城県  筑波大学 

124 2012.11.27 第3回太陽電池モジュール国際基準認証信

頼性フォーラム  

太陽光発電技術研究組合  共催  東京都  イイノホール 

125 2012.11.27～ 

2012.11.28 

第34回風力エネルギー利用シンポジウム  (公財)科学技術振興財団、(一社)日本風力

エネルギー学会  

後援  東京都  科学技術館 

126 2012.11.28～ 

2012.11.30 

「国際粉体工業展東京2012」  (一社)日本粉体工業技術協会  後援  東京都  東京ビッグサ

イト 

127 2012.11.28 第49回ナノビズマッチ  (一社)ナノテクノロジー推進協議会  協賛  東京都  東 京 YWCA
会館 

128 2012.11.28 四国食品健康フォーラム2012～機能性食品

の新たな表示、「健康支援食品」制度の実

現に向けて～  

四国地域イノベーション創出協議会  後援  香川県  サンポートホ

ール高松  

129 2012.11.28～ 

2012.11.29 

メディカルクリエーションふくしま2012  メディカルクリエーションふくしま2012実

行委員会  

出展  福島県  ビッグパレッ

トふくしま  

130 2012.11.30 第4回中国四国男女共同参画シンポジウム

「ともに協働環境の構築へ」～中国四国地

域の未来を拓く～  

香川大学  後援  香川県  高松シンボル

タワー かが

わ国際会議場  

131 2012.12.1 第5回中国地区高専テクノ・マーケット in
中国エリア  

(独)国立高等専門学校機構 後援  山口県  徳山商店連合

会館  



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(999) 

 開 催 日 名  称 主催等名称 
産総研 

との 

かかわり 

開催地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

132 2012.12.3～ 

2012.12.4 

第9回 バイオマス・アジアワークショップ

9th Biomass-Asia Workshop  
(独) 産総研、(一社) 新エネルギー財団、

(独) 科学技術振興機構、バイオマス・ア

ジアリサーチコンソーシアム、(独) 国際

農林水産業研究センター、(独) 農業・食

品産業技術総合研究機構、(独) 森林総合

研究所、東京大学、広島大学 

共催  東京都  イイノホール  

133 2012.12.3～ 

2012.12.4 

第38回（2012年）感覚代行シンポジウム  感覚代行研究会 共催  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー 

134 2012.12.3～ 

2012.12.4 

「第6回つくば3E フォーラム会議」  つくば3E フォーラム委員会、筑波大学  後援  茨城県  つくば国際会

議場  

135 2012.12.5～ 

2012.12.7 

第7回再生可能エネルギー世界展示会  再生可能エネルギー協議会  共催  千葉県  幕張メッセ  

136 2012.12.5～ 

2012.12.6 

ビジネス・エンカレッジ・フェア2012 ～

関西からつくる、日本の未来。東北の未

来。～  

池田泉州ホールディングス、池田泉州銀行  出展  大阪府  大阪国際会議

場  

137 2012.12.6 NIMS・AIST 微細構造解析プラットフォ

ーム 合同地域セミナー  

NIMS 微細構造解析プラットフォーム、

AIST 微細構造解析プラットフォーム  

共催  茨城県  産総研 つく

ばセンター 

138 2012.12.7～ 

2012.12.8 

第22回環境地質学シンポジウム  地質汚染－医療地質－社会地質学会  共催  茨城県  産総研 

139 2012.12.7～ 

2012.12.8 

2012 ア グ リ ビ ジ ネ ス 創 出 フ ェ ア in 
Hokkaido  

特定非営利活動法人グリーンテクノバン

ク、農林水産省 

後援  北海道  サッポロファ

クトリー  

140 2012.12.10 看護ニーズ医療機器等開発に関する研究会

（第1回）（経済産業省 課題解決型医療機

器等開発事業 医工連携推進事業）「看護

領域の医療機器開発・事業化に関する公開

型ラウンドテーブルディスカッション」  

経済産業省商務情報政策局ヘルスケア産業

課医療・福祉機器産業室  

協力  東京都  産総研 臨海

副都心センタ

ー 

141 2012.12.10 平成24年度(独)産総研本格研究ワークショ

ップ in 中部  

(独)産総研  出展  愛知県  メ ル パ ル ク

NAGOYA  
142 2012.12.14 触媒学会 つくば地区講演会  (一社)触媒学会  後援  茨城県  産総研 つく

ばセンター 

143 2012.12.15～ 

2012.12.16 

マンモグラフィ X 線トレーサビリティ講習

会  

NPO 法人マンモグラフィ検診精度管理中

央委員会  

協賛  茨城県  産総研 

144 2012.12.17 第五回 大阪大学共同研究講座シンポジウ

ム  

大阪大学大学院工学研究科  後援  大阪府  大阪大学 中

之島センター 

145 2012.12.18～ 

2012.12.20 

第13回計測自動制御学会システムインテグ

レーション部門講演会  

(公社)計測自動制御学会システムインテグ

レーション部門  

協賛  福岡県  福岡国際会議

場  

146 2012.12.19 超低電圧デバイス技術研究組合 第2回成

果報告会  

超低電圧デバイス技術研究組合  協賛  茨城県  つくば国際会

議場  

147 2012.12.28 かがわ糖質バイオフォーラム第5回シンポ

ジウム  

かがわ糖質バイオフォーラム、(公財)かが

わ産業支援財団  

後援  香川県  かがわ国際会

議場 

148 2013.1.11～ 

2013.1.20 

工芸 Design の原点－仙台発・国立工藝指

導所をめぐる物語－  

(公財)仙台市市民文化事業団  協力  宮城県  東北工業大学 

149 2013.1.17 「東北大学イノベーションフェア2013 in 
仙台」  

東北大学  後援  宮城県  仙台国際セン

ター  

150 2013.1.17 産学官連携フェア2013winter みやぎ～研究

成果発表・交流の集い～  

(公財)みやぎ産業振興機構  共催  宮城県  仙台国際セン

ター  

151 2013.1.21 「第5回技能継承フォーラム（理研シンポ

ジウム：「ものづくり技能継承の現状と展

望」）」  

(独)理化学研究所 基幹研究所大森素形材

工学研究室  

協賛  埼玉県  理化学研究所 

和光研究所  

152 2013.1.22 「SAT テクノロジー・ショーケース2013」  (財)茨城県科学技術振興財団 つくばサイ

エンス・アカデミー  

共催  茨城県  つくば国際会

議場  

153 2013.1.23 インテレクチャル・カフェ広島  中国地域産学官コラボレーション会議 共催  広島県  ひろしまハイ

ビル２１  

154 2013.1.25 札幌市経済界フォーラム  (財)さっぽろ産業振興財団  後援  北海道  京王プラザホ

テ ル  札 幌

「プラザホー

ル」  

155 2013.1.25 第5回北海道地区高専テクノ・イノベーシ

ョンフォーラム  

(独)国立高等専門学校機構、函館工業高等

専門学校、苫小牧工業高等専門学校、釧路

工業高等専門学校、旭川工業高等専門学校 

後援  北海道  ロワジールホ

テル函館  

156 2013.1.26 第2回「微化石。火山灰を観る」、「北海道

の山から採れた微生物”有孔虫（海洋プラ

ンクトン）”の化石の拡大模型づくり」  

新宿区立環境学習情報センター 協力  東京都  新宿区立環境

学習情報セン

ター 

157 2013.1.28 北九州市制50周年プレ事業第4回次世代ユ

ビキタス・パワーエレクトロニクスのため

の信頼性科学ワークショップ  

北九州市長  共催  福岡県  北九州国際会

議場  



事業組織・本部組織業務 
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 開 催 日 名  称 主催等名称 
産総研 

との 

かかわり 

開催地 

会場 

都道府県 
会 場 名 

158 2013.1.28 第3回「元気・長生き・運動器」  日本運動器科学会  共催  宮城県  仙沼市五右衛

門が原応急仮

設集会所  

159 2013.1.30 「第50回ナノビズマッチ」  (一社) ナノテクノロジービジネス推進協

議会  

協賛  東京都  東京ビッグサ

イト  

160 2013.1.30～ 

2013.2.1 

nano tech 2013 第12回国際ナノテクノロ

ジー総合展・技術会議  

nano tech 実行委員会  後援・出

展  

東京都  東京ビッグサ

イト 

161 2013.1.30～ 

2013.1.31 

彩の国ビジネスアリーナ2013  埼玉県、(財)埼玉県産業振興公社、(公社)

埼玉県情報サービス産業協会、(株)埼玉り

そな銀行、(株)武蔵野銀行、埼玉縣信用金

庫、飯能信用金庫、川口信用金庫、青木信

用金庫  

出展  埼玉県  さいたまスー

パーアリーナ  

162 2013.2.3 親子であそぼう♪ジオネットの日  ジオネットワークつくば  共催  茨城県  つくばエキス

ポセンター  

163 2013.2.15 第2回「健康と環境」ビジネス創出セミナ

ー  

(一社)バイオビジネス創出研究会  後援  滋賀県  北ビワコホテ

ルグラツィエ 

164 2013.2.15 先端加工技術講習会「実用化が始まった圧

力制御鋳造技術の最前線」  

(財)先端加工機械技術振興協会  後援  東京都  日本工業大学 

神田キャンパ

ス 

165 2013.2.19 第6回つくば産産学連携促進市 in アキバ  つくば市  共催  東京都  秋葉原ダイビ

ル 

166 2013.2.19～ 

2013.2.20 

中部ものづくり基盤技術展  (独)中小企業基盤整備機構 中部本部  出展  愛知県  吹上ホール  

167 2013.2.20 Japan Venture Awards 2013 (JVA2013)  (独)中小企業基盤整備機構  後援  東京都  六本木アカデ

ミーヒルズ 

168 2013.2.20 第7回企業情報交換会 in いちのせき  (財)岩手県南技術研究センター  後援  岩手県  ベリーノホテ

ル一関  

169 2013.2.27～ 

2013.3.31 

PKC2013  国際暗号理論学会（IACR）  共催  奈良県  奈良県新公会

堂 

170 2013.2.27 県内5金融機関との連携による“茨城もの

づくり企業交流会2013”  

(一社)茨城県経営者協会  後援  茨城県  水戸プラザホ

テル  

171 2013.3.3 スマートライフプロジェクト「健康寿命を

のばそう in 気仙沼！」    

厚生労働省  出展  宮城県  気仙沼市総合

体育館  

172 2013.3.6 東北航空宇宙産業研究会 総会及び第2回東

北航空宇宙産業広域連携フォーラム2012  

産業技術連携推進会議 東北地域部会 東北

航空宇宙産業研究会  

共催  秋田県  秋田ビューホ

テル  

173 2013.3.7～ 

2013.3.9 

第6回としまものづくりメッセ  としまものづくりメッセ実行委員会  後援  東京都  サンシャイン

シティ 

174 2013.3.12 「四国マイクロ波プロセス研究会第11回フ

ォーラム」  

四国マイクロ波プロセス研究会（SIMPI） 後援  香川県  e-とぴあ・か

がわ BB スク

エア  

175 2013.3.16～ 

2013.3.17 

科学・技術フェスタ  内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、環境省 他  

出展  京都府  京都パルスプ

ラザ  

176 2013.3.24～ 

2013.3.26 

第5回日本地学オリンピック大会本選（第4

回グランプリ地球わくわく）  

特定非営利活動法人 地学オリンピック日

本委員会  

共催  茨城県  筑波大学、産

総研  

177 2013.3.29 元素戦略/希少金属代替材料開発 ＜第7回

合同シンポジウム＞  

(独)科学技術振興機構  後援  東京都  学術総合セン

ター 一橋講

堂  

178 2013.3.30～ 

2013.6.30 

「平成25年春企画展『ヒトと共にあるロボ

ット～頼もしきサポーターたち』展」  

北九州産業技術保存継承センター 協力  福岡県  北九州イノベ

ーションギャ

ラリー  
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３）見  学 

平成24年度見学視察対応数（ユニット別） 

部署 総計 

ユビキタスエネルギー研究部門  34 

環境管理技術研究部門  96 

環境化学技術研究部門  51 

エネルギー技術研究部門 167 

安全科学研究部門  46 

水素材料先端科学研究センター  204 

新燃料自動車技術研究センター 39 

メタンハイドレート研究センター  53 

コンパクト化学システム研究センター 23 

先進パワーエレクトロニクス研究センター  32 

太陽光発電工学研究センター 62 

バイオマスリファイナリー研究センター  12 

健康工学研究部門 91 

生物プロセス研究部門 36 

バイオメディカル研究部門  37 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 165 

糖鎖医工学研究センター  3 

生命情報工学研究センター  7 

バイオメディシナル情報研究センター 27 

幹細胞工学研究センター  19 

知能システム研究部門 319 

情報技術研究部門  49 

ナノエレクトロニクス研究部門 198 

電子光技術研究部門 38 

セキュアシステム研究部門 21 

ネットワークフォトニクス研究センター 4 

デジタルヒューマン工学研究センター 95 

ナノスピントロニクス研究センター  11 

サービス工学研究センター 89 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 83 

ナノデバイスセンター  159 

先進製造プロセス研究部門 144 

サステナブルマテリアル研究部門 42 

ナノシステム研究部門 111 

ナノチューブ応用研究センター  43 

集積マイクロシステム研究センター 31 

ダイヤモンド研究ラボ  7 

計測標準研究部門 483 

計測フロンティア研究部門 71 

生産計測技術研究センター 63 

計量標準管理センター 21 

地圏資源環境研究部門 28 

地質情報研究部門  11 

活断層・地震研究センター  5 

地質標本館 402 

環境・エネルギー分野研究企画室（環境・エ

ネルギー分野含む） 
0 

部署 総計 

ライフサイエンス分野研究企画室（ライフサ

イエンス分野含む） 
0 

情報通信・エレクトロニクス分野研究企画室

（情報通信・エレクトロニクス分野含む） 
0 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研究企画

室（ナノテクノロジー・材料・製造分野含

む） 

35 

計測・計量標準分野研究企画室（計測・計量

標準分野含む） 
0 

地質分野研究企画室（地質分野含む） 0 

企画本部（理事等含む） 0 

コンプライアンス推進本部  1 

イノベーション推進本部  464 

研究環境安全本部 8 

総務本部 6 

評価部 2 

広報部 サイエンス・スクエア つくば 473 

北海道センター  70 

東北センター 20 

臨海副都心センター 71 

つくばセンター 6 

中部センター 23 

関西センター 71 

四国センター 11 

中国センター  23 

九州センター  53 

総計 5069 
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Ⅲ．資   料 
 従来の工業技術院年報で大部分を占めていた研究発表、特許登録などのデータは、産業技術総合研究所年報からは、

研究ユニット別の成果等にて記載している。これらのデータは、産業技術総合研究所公式ホームページ

（http://www.aist.go.jp/）データベースにて提供されている。 

 

 



資 料 

(1004) 

１．研究発表 

項 目 

ユニット名 

誌上 

発表 

口頭 

発表 

著書・刊

行物・調

査報告 

地球科学

情報 

計量技術

情報・工

業標準化 

ソフト 

ウェア 

データ 

ベース 

イベント

出展 

プレス 

発表 
合計 

理事 3 3               6  

顧問 2                 2  

企画本部 3 3 5             11  

イノベーション推進本部 5 20 2             27  

知的財産部     2             2  

産学官連携推進部 1                 1  

国際部 1 1               2  

ベンチャー開発部 1                 1  

つくばイノベーションアリーナ

推進部 2 4           2 4 12  

研究環境安全本部 1 1 1             3  

環境安全管理部               1   1  

情報環境基盤部 1                 1  

評価部   1               1  

広報部               13   13  

北海道センター   2           1   3  

東北センター 1                 1  

臨海副都心センター   1               1  

中部センター 2 3 4             9  

関西センター 1 8 1         3   13  

四国センター   1               1  

九州センター   4               4  

環境・エネルギー分野 2 2               4  

環境・エネルギー分野研究企画

室 3 1               4  

バイオマスリファイナリー研究

センター 40 52 4             96  

水素材料先端科学研究センター 28 79               107  

新燃料自動車技術研究センター 45 67 4   7     2   125  

メタンハイドレート研究センタ

ー 31 63           14   108  

コンパクト化学システム研究セ

ンター 83 150 13         6   252  

先進パワーエレクトロニクス研

究センター 47 102 7           2 158  

太陽光発電工学研究センター 141 185 7             333  

ユビキタスエネルギー研究部門 177 448 22         10 4 661  

環境管理技術研究部門 150 353 28   1     11 2 545  

環境化学技術研究部門 84 167 6   2     2 8 269  

エネルギー技術研究部門 312 616 29   2     9 10 978  

安全科学研究部門 113 208 34     1 4 2   362  

糖鎖医工学研究センター 19 53 2             74  

生命情報工学研究センター 47 78 1             126  

バイオメディシナル情報研究セ

ンター 71 82 3           4 160  

幹細胞工学研究センター 38 83 7         6  1 135  

健康工学研究部門 229 360 25         32 6 652  

生物プロセス研究部門 138 280 20         11 18 467  
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項 目 

ユニット名 

誌上 

発表 

口頭 

発表 

著書・刊

行物・調

査報告 

地球科学

情報 

計量技術

情報・工

業標準化 

ソフト 

ウェア 

データ 

ベース 

イベント

出展 

プレス 

発表 
合計 

バイオメディカル研究部門 141 326 21         19 12 519  

ヒューマンライフテクノロジー

研究部門 270 487 37   7     35 2 838  

情報通信・エレクトロニクス分

野研究企画室 1                 1  

ネットワークフォトニクス研究

センター 44 60 1         1 2 108  

デジタルヒューマン工学研究セ

ンター 94 148 3   1     8 2 256  

ナノスピントロニクス研究セン

ター 35 90           6 6 137  

サービス工学研究センター 118 131 7         5   261  

フレキシブルエレクトロニクス

研究センター 53 153 10         26 6 248  

知能システム研究部門 173 339 17     5   52 4 590  

情報技術研究部門 126 168 13         16 10 333  

ナノエレクトロニクス研究部門 239 341 9         14 18 621  

電子光技術研究部門 164 318 9         25 10 526  

セキュアシステム研究部門 90 162 16   1     15 2 286  

ナノデバイスセンター 15 22               37  

ナノテクノロジー・材料・製造

分野   2               2  

ナノテクノロジー・材料・製造

分野研究企画室   2               2  

ナノチューブ応用研究センター 66 226 2         5 8 307  

集積マイクロシステム研究セン

ター 125 162 10         17 2 316  

先進製造プロセス研究部門 317 509 6   1     43 6 882  

サステナブルマテリアル研究部

門 135 233 18         16 8 410  

ナノシステム研究部門 269 680 24         46 28 1,047  

ダイヤモンド研究ラボ 22 50           3   75  

計測・計量標準分野 1 15               16  

計測・計量標準分野研究企画室   1           14   15  

生産計測技術研究センター 73 164 17         26 2 282  

計測標準研究部門 367 655 18   318 4 1 30 6 1,399  

計測フロンティア研究部門 133 335 15   1 1   17 8 510  

計量標準管理センター 7 9 1   3     2 2 24  

地質分野 2 3               5  

地質分野研究企画室   1               1  

活断層・地震研究センター 39 158 33 9       18   257  

地圏資源環境研究部門 153 344 79 20       18   614  

地質情報研究部門 200 601 43 108 2   3 34 6 997  

地質調査情報センター 5 7   2     1     15  

地質標本館 9 28 1 17       40   95  

フェロー   5               5  

総計 5,308  10,416  637  156  346  11  9  676  209  17,768  
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２．兼  業 

平成24年度兼業一覧 

所属＼依頼元 教育機関 国・地方 公益法人 民間企業 総計 

水素材料先端科学研究センター 1  1 3 5 

糖鎖医工学研究センター 2 1 1 2 6 

新燃料自動車技術研究センター 1  3  4 

生命情報工学研究センター 15 1 10 2 28 

生産計測技術研究センター 3  1 1(1) 5(1) 

バイオメディシナル情報研究センター 4 1 9 1 15 

ナノチューブ応用研究センター 2    2 

ネットワークフォトニクス研究センター 2    2 

サービス工学研究センター 7 1 6 6(2) 20(2) 

メタンハイドレート研究センター      

活断層・地震研究センター 5 4 7  16 

幹細胞工学研究センター 5  3  8 

集積マイクロシステム研究センター 2 1 1  4 

コンパクト化学システム研究センター 3 1 5 1(1) 10(1) 

先進パワーエレクトロニクス研究センター      

デジタルヒューマン工学研究センター 5 1 3 1(1) 10(1) 

ナノスピントロニクス研究センター   1  1 

太陽光発電工学研究センター 2 2 10 1 15 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター  2  1(1) 3(1) 

バイオマスリファイナリー研究センター 7  2 2 11 

計測標準研究部門 16 8 14 3 41 

地圏資源環境研究部門 7 4 8 2 21 

知能システム研究部門 38 1 17 10(5) 66(5) 

計測フロンティア研究部門 8  6 1 15 

ユビキタスエネルギー研究部門 14 1 7 1(1) 23(1) 

先進製造プロセス研究部門 15 9 11 7(1) 42(1) 

サステナブルマテリアル研究部門 2  5  7 

地質情報研究部門 11 5 10  26 

環境管理技術研究部門 6 9 50 8 73 

環境化学技術研究部門 11 4 9  24 

エネルギー技術研究部門 12 3 44 8 67 

情報技術研究部門 9 7 16 7 39 

安全科学研究部門 15 14 25 14(1) 68(1) 

健康工学研究部門 11 3 13  27 

生物プロセス研究部門 13 2 9 5 29 

バイオメディカル研究部門 16 5 21 5(1) 47(1) 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 27 6 18 7(4) 58(4) 

ナノシステム研究部門 17 5 15 (2) 37(2) 

ナノエレクトロニクス研究部門 1 1 4 9(1) 15(1) 

電子光技術研究部門 5 2 9 (3) 16(3) 

セキュアシステム研究部門 8 3 8 7(1) 26(1) 

ダイヤモンド研究ラボ      

地域センター 4 8 22 5 39 

本部組織・事業組織・その他 26 34 32 5(3) 97(3) 

合計 358 149 436 125(29) 1068(29) 

（ ）内は役員兼業の数を示している 
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３．中期目標 

 独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」

という。）は、平成13年4月に旧工業技術院の研究所等

16の機関を統合し、一つの独立行政法人として発足した。

その後、平成17年4月に非公務員型独立行政法人に移行

した。 

 上記の措置の実施により、多岐にわたる分野の研究者

集団の融合が進められるとともに、柔軟で機動的な組織

運営や予算執行、産業界、大学との人材交流等が可能と

なった。 

 現下の産業技術を巡る状況を見れば、地球温暖化、少

子高齢化といった地球規模の課題が顕在化する中で、こ

うした課題の解決の鍵として、戦略的なイノベーション

を推進し、それにより新たな需要を創造することが重要

となっている。政府は、今後10年間を見据えて新たな成

長戦略を策定・実行し、我が国の強みを活かした「課題

解決型国家」を実現することとしている。そのため世界

をリードする「グリーン・イノベーション」、「ライ

フ・イノベーション」などを迅速に推進し、課題の解決

とともに、アジアと連携した成長を実現していくことと

している。また、産総研はこれまで以上に機動的かつ効

率的な業務運営を実現し、民間では困難な研究開発活動

を一層効果的に実施することが求められている。 

 このような状況の下、イノベーションによる課題解決

と新たな成長の実現に向けて、産総研の業務である鉱工

業の科学技術に関する研究開発等の重要性は高まってお

り、なかでも、基礎的な研究と開発的な研究との間をつ

なぐ橋渡し研究の意義は一層増している。第1期中期目

標期間（平成13～16年度）及び第2期中期目標期間（平

成17～21年度）における実績を踏まえつつ、第3期中期

目標期間においては、こうした観点から産総研が業務や

組織のさらなる見直しと重点化を進め、経済と環境の両

立、国民生活向上等への研究開発による貢献、新たなイ

ノベーションシステムの構築、イノベーティブな人材養

成の推進、新時代の産業基盤の整備等、国際的な展開も

含めた新たなイノベーションを創出していくための活動

を戦略的かつ効率的に実施すること等を通じ、世界トッ

プに立つ研究機関を目指していくことが期待される。 

 

Ⅰ．中期目標の期間 

 産総研の平成22年度から始まる第3期における中期目

標の期間は、5年（平成22年4月～平成27年3月）とする。 

 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上 

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重

点分野 

(1) 世界をリードする「グリーン・イノベーション」、

「ライフ・イノベーション」の推進 

・グリーン・イノベーションについて、太陽光発電、蓄

電池、次世代自動車、ナノ材料、情報通信システムの

低消費電力化等の技術開発を加速化する。また、第3

期中期目標期間中に実用化の可能性が高い技術につい

て、重点的に取り組む。太陽光発電等の新規技術の性

能や信頼性に係る評価技術の開発を推進する。 

・ライフ・イノベーションについて、産総研の有する高

度なものづくり技術を最大限に活用し、創薬、再生医

療、遠隔医療システム、介護・福祉ロボット等の技術

開発を推進する。また、ロボットの性能・安全性評価

技術を重点的に開発する。 

・上記の技術開発においては、要素技術の開発にとどま

らず、技術のシステム化及びその社会への導入のため

に必要な研究開発もあわせて推進する。 

(2) 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

・産業競争力の維持、強化のために必要な情報通信技術、

材料・部材技術、製造プロセス技術等に関する革新的

な技術開発を行う。 

 

２．地域活性化の中核としての機能強化 

(1) 地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の推

進 

・地域センターは、バイオものづくり、蓄電池等地域の

産業集積等を踏まえて研究分野を重点化し、国内最高

水準の研究開発を推進する。 

・地域センターは、各地域で重点化した分野において、

企業の研究人材を積極的に受け入れ、共同研究を効率

的に推進する。 

(2) 中小企業への技術支援・人材育成の強化 

・中小企業が行う研究開発から生まれた製品の実証試

験・性能評価等を支援し、その事業化を促進する。そ

のため、産総研の設備等の供用、公設試験研究機関等

との連携等を積極的に行う。 

・中小企業との共同研究、技術相談等の件数を増大させ

る。 

・共同研究を通じて、中小企業の研究者を積極的に受け

入れる。また、技術研修等を通じ、先端的な技術開発

等に対応できる中小企業の人材の育成を推進する。 

 

３．産業や社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

(1) 国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

・ナノスケール等の高度な計測ニーズや新素材の安全性

評価等に応えるため、計量標準の高度化、新規標準物

質の提供等を行う。 

・資源エネルギーの安定供給の確保、防災等のため、地

質調査を行うとともに、従来に比してより詳細な地質

図の作成等を行う。 

(2) 新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

・研究開発によって得られた新規技術の社会への普及に

不可欠な性能及び安全性の評価について、民間企業と

のコンソーシアム等を活用しつつ、評価技術の開発、
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基準の作成を推進する。そのため、産総研内に性能及

び安全性評価の推進を主務とする組織を設置する。 

・開発した性能及び安全性評価技術の標準化を進めると

ともに、蓄積した技術や知見等について民間認証機関

への移転を推進する。 

・環境配慮素材の物性等の性能・安全性のデータベース

の整備を推進する。 

(3) 研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの展

開 

・研究開発プロジェクトの企画の段階から、標準化を見

据えたものとし、国際標準化の提案を拡大する。我が

国の提案の実現に向け、国際標準化を検討する国際会

議等への専門家の派遣数を拡大する。 

・環境技術やその性能、信頼性に係る評価技術等の分野

について、アジア諸国等の評価機関等との技術協力を

行うとともに、可能な分野において国際標準化に向け

た共同作業を行う。 

 

４．｢知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

(1) 産学官が結集して行う研究開発の推進 

・ナノテクノロジー、太陽光発電、蓄電池、ロボット等

の分野において、つくばセンターや地域センターの研

究環境を整備すること等を通じて産業界、大学及び公

的研究機関の多様な人材を結集し、世界をリードする

研究開発を推進する。あわせて、施設や設備の外部利

用、共同研究時の知的財産の保有に関するルール作り

等を行う。 

・世界トップに立つ研究機関を目指し、論文数の拡大を

推進するとともに、その論文の被引用数に基づく世界

ランキングの向上を実現する。 

(2) 戦略的分野における国際協力の推進 

・燃料電池、バイオ燃料の技術等のクリーン・エネルギ

ー技術分野における米国の国立研究所との間の共同研

究等を推進し、国際的な人材交流、研究テーマの拡大

を実施する。 

・バイオマス等において、アジア諸国等の研究機関との

間で、現地における実証、性能評価に関する研究協力

等を拡大する。 

(3) 若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流

推進 

・産総研を通じてポスドク等の研究人材を共同研究の相

手先企業に派遣すること等により、若手研究者の能力

向上や就職の機会を拡大する。 

・企業の研究人材の受入れや産総研研究者の企業への派

遣等、人材交流を拡大する。 

 

５．研究開発成果の社会への普及 

(1) 知的財産の重点的な取得と企業への移転 

・産総研として取得し管理すべき知的財産の対象を重点

化するため、知的財産の取得や管理に係る方針を策定

する。 

・円滑な技術移転を実現するため、知的財産権の対価の

柔軟化など、管理体制等を見直す。 

(2) 研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

・産総研の研究成果だけでなく、大学、他の研究機関等

の成果を組み合わせた事業創出を支援する。事業の円

滑な発展のため、産総研職員の企業における兼業等を

促進する。 

(3) 企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

・オープンラボ等を通じた積極的な広報により、研究者

や国民に対し産総研の成果を直接アピールする機会を

拡大し、認知度を高める。 

 

６．その他 

・特許庁からの委託による特許生物株の寄託や分譲等の

業務等を産業界のニーズや安全性に配慮しつつ効率的

に遂行する。 

・上記１～５を踏まえ、下記の分野について、それぞれ

別表に示した具体的な技術開発を進める。 

   鉱工業の科学技術 【別表１】 

   地質の調査    【別表２】 

   計量の標準    【別表３】 

 

Ⅲ．業務運営の効率化  

１．業務運営の抜本的効率化 

(1) 管理費、総人件費等の削減・見直し 

・運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加され

るもの、拡充分等は除外した上で、一般管理費は毎年

度3%以上を削減し、業務費は毎年度1%以上を削減す

る。 

・総人件費は、「簡素で効率的な政府を実現するための

行政改革の推進に関する法律」(平成18年法律第47号)

等に基づき、平成18年度から5年間で5%以上を基本と

する削減等の取組を引き続き実施するとともに、「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成

18年7月7日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を

平成23年度まで継続する。 

・一般管理費、諸手当及び法定外福利費について、適正

な水準であるか等を含め、不断の確認を行い改善する。 

・施設管理業務等について、アウトソーシングを推進し、

包括契約や複数年度契約の導入等により一層効率化を

進める。 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

(2) 契約状況の点検・見直し 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成21年11月17日閣議決定）に基づき、契約を徹底

的に見直す。 

・一者応札及び100%落札率の削減等について有識者の

意見を踏まえた改善を実施する。 
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２．研究活動の高度化のための取組 

(1) 研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの研

究評価の充実 

・外部からの研究評価の結果等を踏まえ、研究組織の改

廃等を機動的に実施する。また、研究評価の充実に向

け、評価者が研究内容を適切に把握できるように、研

究者との意見交換等の機会を拡大する。 

・「産総研研究戦略」を策定し、研究の重点分野、政策

との関係、他の機関との連携強化のための取組等を明

らかにし、研究成果の目標等を具体的かつ定量的に示

す。 

・地域センター、産総研イノベーションスクール、専門

技術者育成事業、ベンチャー開発センターについては、

その成果について確認を行い、最大限の効果が得られ

るよう改善する。 

(2) 研究機器や設備の効率的な整備と活用 

・新たな事業所等の設置等については、その必要性や経

費の節減に十分配慮する。 

・研究機器や設備の配置の機動的見直し、外部の者への

利用機会の拡大を進める。 

 

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

(1) 女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及び

育成 

・中長期的な人材の確保及び育成に関する人事戦略を新

たに策定する。橋渡し研究等を効果的に実施するため、

技術マネージャーの育成など多様なキャリアパスを確

立する。 

・女性研究者の比率を高めるとともに、外国人研究者の

受入れを進める。また、定年により産総研を退職する

人材の活用を図る。 

(2) 職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

・職員の評価について、研究活動のみならず、産総研の

その他の業務への貢献等を適切に考慮する。 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

(1) コンプライアンスの推進 

・法令遵守を更に徹底するとともに、役職員のコンプラ

イアンスに関する意識向上のための活動を通じ、産総

研の社会的信頼性の維持及び向上を図る。 

・国民の信頼確保の観点から、情報の公開及び個人情報

保護に適正に対応する。 

(2) 安全衛生及び周辺環境への配慮 

・事故及び災害の未然防止等の安全確保策を推進すると

ともに、職員の健康に配慮することにより、職員が安

心して職務に専念できる職場環境づくりを進める。 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、適切

な対応を進めるとともに、エネルギーの有効利用の促

進に取り組む。 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項  

(1) 運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

・運営費交付金を充当して行う事業については、「Ⅲ．

業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項に配慮

した中期計画の予算を作成し、効率的に運営する。 

・外部資金の獲得に際して、産総研業務との関係性の審

査を行う。また、外部資金を用いた研究活動について、

他の研究活動とのバランスが確保できるよう適切に実

施する。 

(2) 共同研究等を通じた自己収入の増加 

・共同研究を通じた民間の研究資金の受入れ、特許使用

料、施設利用料等の拡大を進める。 

 

別表１ 鉱工業の科学技術 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究

開発の推進 

 二酸化炭素等の温室効果ガス排出量を削減しつつ、

資源・エネルギーの安定供給及び確保を図るグリー

ン・イノベーションを推進するため、再生可能エネル

ギーの導入拡大技術、エネルギー供給システムの高度

化、運輸、民生、産業部門等における省エネルギーに

資する革新的技術開発を行う。また、資源の確保と有

効利用とともに、グリーン・イノベーションを支える

材料及びデバイスの開発、産業の環境負荷低減や安全

性の評価及び管理技術、廃棄物等の発生抑制技術と適

正処理技術の開発を行う。 

 

１．再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

 低炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギー（太

陽光発電、バイオマス、風力、地熱等）の有効利用の

ための技術開発を行う。また、変動を伴う自然エネル

ギーを利用するための高効率なエネルギーマネジメン

トシステムの開発を行う。 

1-(1) 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

 我が国の再生可能エネルギー拡大の大宗を担う太陽

光発電の利用拡大のために、発電効率と信頼性の向上

のための技術の開発を行う。 

1-(2) 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

 多様な再生可能エネルギーの利用を拡大するため、

バイオマス、風力、地熱資源等を有効に利用する技術

の開発を行う。 

1-(3) 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

 出力変動の大きな自然エネルギーの大量かつ高効率

な利用を可能とするエネルギーマネジメントシステム

技術及びそのために必要な要素技術の開発を行う。 

 

２．省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

 省エネルギー推進による低炭素社会の実現のため、

運輸システムの高度化、住宅、ビル、工場の省エネル

ギー技術及び情報通信の省エネルギー技術の開発を行
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2-(1) 運輸システムの省エネルギー技術 

 輸送機械の二酸化炭素排出量の低減に貢献するため、

安全かつ低コストで高エネルギー密度化を実現する電

池材料、燃料電池自動車用水素貯蔵技術、輸送機器の

軽量化技術、自動車エンジンシステムの高度化技術、

市街地移動システム技術の開発を行う。 

2-(2) 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

 戸建て住宅等の電力設備を効率的に運用し、省エネ

ルギーを実現する電力マネジメント技術の開発を行う

とともに、分散型蓄電デバイスの高エネルギー密度化、

定置用燃料電池の高効率化技術の開発を行う。また、

未利用熱エネルギーの高度利用技術、省エネルギー性

能に優れた建築部材及び家電部材の開発を行う。 

2-(3) 情報通信の省エネルギー技術 

 情報通信機器の省エネルギーに貢献するため、電子

デバイス、入出力機器の省エネルギー化技術の開発を

行う。また、大容量情報伝送技術、情報処理システム

の高効率化技術の開発を行う。 

 

３．資源の確保と高度利用技術の開発 

 物質循環型の社会を実現するため、バイオマスから

の化学品等の製造技術の開発を行う。また、枯渇性資

源の最大活用のために未利用化石資源であるメタンハ

イドレートの利用技術、石炭の高度利用技術、鉱物資

源（レアメタル等）の省使用化、再生及び代替に関す

る技術の開発を行う。 

3-(1) バイオマスの利用拡大 

 バイオマスから、化学品等を製造するプロセス技術

の開発を行う。 

3-(2) 化石資源の開発技術と高度利用技術 

 メタンハイドレートから天然ガスを生産するための

技術開発及び石炭ガス化プロセス等にかかわる基盤技

術の開発を行う。 

3-(3) 資源の有効利用技術及び代替技術 

 レアメタル等の資源確保に資するため、ライフサイ

クルを考慮した物質循環評価技術の開発を行うととも

に、廃棄物及び未利用資源からレアメタル等を効率的

に分別及び回収する技術、レアメタル等の有効利用技

術及び代替技術の開発を行う。また、レアメタル等の

陸域鉱床探査と資源ポテンシャル評価、海底鉱物資源

調査、大陸棚画定に係る国連審査のフォローアップを

行う。 

 

４．グリーン・イノベーションの核となる材料、デバ

イスの開発 

 革新的材料、デバイス創成のため、ナノレベルで機

能発現する材料、多機能部材、ナノチューブ、炭素系

材料の量産化と産業化技術の開発を行う。また、グリ

ーン・イノベーションの実現に必要となる電子デバイ

スの高機能化技術及び高付加価値化技術の開発を行う。

材料、デバイスの効果的かつ効率的な開発のためのプ

ラットフォームを整備してオープンイノベーションを

推進する。 

4-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

 ナノスケールの特異な物性を利用して機能を発現す

る新しい材料、多機能部材や革新的光、電子デバイス、

高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

4-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

 従来材料より優れた様々な特性を有し産業化が期待

されるカーボンナノチューブの大量生産技術の開発を

行うとともに、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジ

スタへの応用技術の開発を行う。また、有機ナノチュ

ーブ、ダイヤモンド等の合成技術及び利用技術の開発

を行う。 

4-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーション

の推進 

 高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ため、ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンのためのプラットフォームを整備し、オープンイノ

ベーションを推進する。また、高性能かつ高機能なナ

ノスケールの光、電子デバイスの開発を行う。 

 

５．産業の環境負荷低減技術の開発 

 産業の環境への負荷を最小限にするため、機械加工、

化学、バイオ等の各種製造プロセスの効率化技術の開

発を行うとともに、環境保全技術の開発を行う。 

5-(1) 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷の

推進 

 製造技術の低コスト化、高効率化及び低環境負荷を

実現するための、革新的製造技術であるミニマルマニ

ュファクチャリングの開発を行う。また、レーザー加

工技術による高効率なオンデマンド技術の開発を行う。 

5-(2) グリーンサステナブルケミストリーの推進 

 酸化技術、触媒技術、膜分離技術、ナノ空孔技術、

マイクロリアクター技術、特異的反応場利用技術等を

用いた環境負荷の少ない製造プロセス技術の開発を行

う。 

5-(3) バイオプロセス活用による高効率な高品質物質の

生産技術 

 微生物や酵素を利用したバイオプロセス技術の開発

を行う。特に、微生物資源や有用遺伝子の探索と機能

解明、生体高分子や生体システムの高度化、遺伝子組

換え植物産出技術と植物工場システムの開発を行う。 

5-(4) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システ

ム製造技術 

 センサ、光通信、医療・バイオ、自動車など多様な

分野に適用が期待される小型、高精度で省エネルギー

性に優れたマイクロ電子機械システムの低コストな大

面積製造技術の開発を行う。 
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5-(5) 環境負荷低減技術、修復技術 

 産業活動に伴って発生した環境負荷物質について、

選択的吸着技術、触媒技術等を活用した浄化技術及び

自然浄化機能を利用した環境修復技術の開発を行う。 

 

６．持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、

安全性評価及び管理技術並びに環境計測及び評価技

術の開発 

 二酸化炭素削減のための技術と取組の評価手法を開

発するとともに、その開発及び技術の導入シナリオ並

びに二酸化炭素削減ポテンシャルを明らかにし、技術

開発、施策等の分析と評価を行う。また、産業活動に

おける安全性を向上させるため、先端科学技術、生産

活動、化学物質の安全性と環境の評価技術の開発を行

う。 

6-(1) 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

 二酸化炭素の回収貯留、水素を媒体としたエネルギ

ーシステム等、革新的なエネルギーシステムの関連技

術について、開発や導入シナリオの分析と評価を行う。 

6-(2) 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

 様々な二酸化炭素削減のための技術と試みについて、

原単位や消費者の行動等を解析して二酸化炭素削減率

の定量化を行い、それら方策の削減ポテンシャルを明

らかにし、技術開発、技術のシステム化、市場システ

ムの分析と評価を行う。 

6-(3) 先端科学技術のイノベーションを支える安全性評

価手法 

 先端科学技術の実用化と製品化のために必要となる

安全性評価手法を開発する。特に、カーボンナノチュ

ーブ等の工業ナノ材料について、有害性評価、ばく露

評価及びリスク評価手法を開発する。 

6-(4) 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術 

 事故事例情報をデータベース化するとともに、産業

保安のための安全性評価、安全管理技術の開発を行う。 

6-(5) 化学物質の最適管理手法の確立 

 化学物質のリスク評価と安全管理技術、発火と爆発

危険性の評価技術の開発を行う。 

6-(6) 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

 産業活動に伴って発生した環境負荷物質等の計測技

術、生体影響評価技術、環境影響評価技術の開発を行

う。 

 

Ⅱ．ライフ・イノベーションを実現するための研究開

発の推進 

 国民が安心して暮らすことができる社会を実現し、

ライフ・イノベーションを推進するために必要な安

全・安心、健康に貢献する研究開発を推進する。具体

的には創薬技術や医療診断技術の開発、人の健康状態

を評価する計測技術、情報通信（IT、センサ）やロ

ボット技術による身体の負担軽減や介護支援技術等の

開発を行う。 

 

１．先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

 健康長寿社会のニーズに応えるため、創薬技術及び

医療診断技術を含む先進的な医療支援技術の開発を行

う。 

1-(1) 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による

医療支援技術 

 再生医療等の先進医療支援技術を確立するための基

盤となる細胞操作技術及び生体材料技術や診断機器の

開発を行う。 

1-(2) 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

 医療支援技術として、生体分子の機能分析及び解析

技術と、それらの技術に基づく創薬技術の開発を行う。 

1-(3) 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や

診断技術 

 ヒトの遺伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報等の

バイオデータベースを整備するとともに、医薬品開発

のため、それら情報の利用技術の開発を行う。 

 

２．健康な生き方を実現する技術の開発 

 心身共に健康な社会生活を実現するための基盤とな

る人の生理、心理及び行動の測定技術、生体情報の計

測技術及び評価技術並びにそれぞれの人の健康状態に

合わせた社会生活を実現するための支援技術の開発を

行う。 

2-(1) 人の機能と活動の高度計測技術 

 人の健康状態を把握するための基盤となる生理、心

理及び行動の測定技術並びに測定装置の開発を行うと

ともに、標準化に取り組む。 

2-(2) 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

 人の健康状態を評価するための生体情報の計測及び

評価技術の開発を行うとともに、標準化に向けてデー

タベースを構築する。 

2-(3) 健康の回復と健康生活を実現する技術 

 人の健康状態に合わせた社会生活を実現するため、

介護、医療等の負担の軽減、心身機能の回復、心身活

動能力の補助のための技術の開発を行う。 

 

３．生活安全のための技術開発 

 高齢化社会の到来に対応した事故防止、生活支援の

ため、情報通信及びロボット技術を活用した安全な社

会生活支援技術の開発を行う。 

3-(1) IT による生活安全技術 

 安全な社会生活の実現を IT 技術で支援するため、

センサを用いた人や生活環境のモニタリングシステム、

消費者情報保護のための情報セキュリティ技術の開発

を行う。 

3-(2) 生活支援ロボットの安全の確立 

 生活支援ロボットを実環境で安全に動作させるため
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必要となる安全性の評価技術の開発を行う。 

 

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

 我が国の産業競争力を維持していくため、先端的な

情報通信産業や製造業の創出につながる材料、デバイ

ス、システム技術の開発を行う。また、サービス生産

性の向上と新サービスの創出を目指して、情報技術、

機械技術の開発を行う。 

 

１．高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム

技術の開発 

 情報通信の高度化のための、光、電子デバイスの高

機能化及び高付加価値化技術の開発を行う。また、

IT 活用による製造技術及びシステム技術の高効率化

及び高機能化に取り組む。 

1-(1) デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

 更なる微細化を実現する革新的電子デバイス、大容

量光送受信を可能とする超小型全光スイッチ、情報入

出力機器のフレキシブル化と小型軽量化を実現する高

性能光入出力素子の技術開発を行う。また、電子デバ

イスの構造、物性及び新機能予測を行うシミュレーシ

ョンシステムの開発を行う。 

1-(2) IT 活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

 IT を利用したシステムの高機能化に取り組む。特

に、産業用ロボット知能化技術、人間機能シミュレー

ション技術等の開発を行う。 

1-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーション

の推進（Ⅰ-4-(3)を再掲） 

 高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ため、ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンのためのプラットフォームを整備し、オープンイノ

ベーションを推進する。また、高性能かつ高機能なナ

ノスケールの光、電子デバイスの開発を行う。 

 

２．イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

 革新的な材料、システムを創成するため、ナノレベ

ルで機能発現する材料、多機能部材ナノカーボン材料

の量産化技術、マイクロ電子機械システムの開発を行

う。 

2-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅰ

− 4-(1)を再掲） 

 ナノスケールの特異な物性を利用して機能を発現す

る新しい材料、多機能部材や革新的光、電子デバイス、

高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

2-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用

（Ⅰ− 4-(2)を再掲） 

 従来材料より優れた様々な特性を有し産業化が期待

されるカーボンナノチューブの大量生産技術の開発を

行うとともに、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジ

スタへの応用技術の開発を行う。また、有機ナノチュ

ーブ、ダイヤモンド等の合成技術及び利用技術の開発

を行う。 

2-(3) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システ

ム製造技術（Ⅰ− 5-(4)を再掲） 

 センサ、光通信、医療・バイオ、自動車など多様な

分野に適用が期待される小型、高精度で省エネルギー

性に優れたマイクロ電子機械システムの低コストな大

面積製造技術の開発を行う。 

 

３．情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と

新サービスの創出への貢献 

 我が国のサービス産業の生産性向上と新サービスの

創出を目指してサービスプロセスを変革する情報技術、

機械技術の開発を行う。 

3-(1) 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

 サービスの生産性を向上させるため、現場の情報か

ら利用者行動をシミュレーションし、サービス設計を

支援するサービス工学基盤技術の開発を行う。 

3-(2) 高度情報サービスプラットフォームの構築 

 サービスの生産性を向上させるためのクラウド型等

の情報プラットフォーム技術の開発を行う。 

3-(3) サービスの省力化のためのロボット化（機械化）

技術 

 サービス産業へのロボット導入に当たって必要とな

るロボットの自律移動技術や、ロボットによる物体の

把持技術、ロボットと人とのインタラクション技術の

開発を行う。 

3-(4) 技術融合による新サービスの創出 

 既存の技術を融合することによる新サービス創出に

取り組む。メディア処理とウェブでのインタラクショ

ンを融合したコンテンツサービスの創出、情報技術と

災害軽減、危機管理、環境保全、資源探査などの技術

を融合した地理空間情報サービスの創出、メディア技

術とロボット技術を融合した人間動作の模擬技術の創

出に取り組む。 

3-(5) 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

 IC カード等のハードウェアや基幹ソフトウェア等

の情報システムのセキュリティ対策技術、信頼性検証

技術など情報基盤の安全性評価技術の開発を行う。 

 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、

評価基盤の整備 

 広範囲にわたる産業活動を横断的及び共通的に支援

するため、基盤的、先端的計測技術の開発を行うとと

もに、得られた知見を戦略的にデータベース化し、ま

た、試験評価方法の標準化により評価基盤を構築する。 

 

１．技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立

のための計測基盤技術 

 産業活動を支援するためのツールとなる計測評価技
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術、先端計測及び分析機器の開発を行うとともに、そ

れらの標準化を推進する。また、計測技術を発展、統

合させて、生産性向上をもたらす課題解決策（ソリュ

ーション）として生産現場に提供する。 

1-(1) 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析

技術及び評価基盤技術 

 材料、部材及び構造物における損傷、劣化現象等の

安全性及び信頼性の評価にかかわる計測技術の研究開

発を行うとともに、産業界に提供する。特に、有機、

生体関連ナノ物質の状態計測技術、ナノ材料プロセス

における構造と機能計測及び総合解析技術の開発を行

う。 

1-(2) 先端計測技術及び分析機器の開発 

 新たな産業技術の創出と発展を促進するため、材料

評価、デバイス、システム評価のための先端的計測技

術及び分析機器に関する研究開発を行うとともに、そ

れらの標準化を推進する。 

1-(3) 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発

と提供 

 産業界における製品の品質と生産性の向上の基盤と

なる生産計測技術の開発を行い、計測にかかわる総合

的な課題解決策を提供する。 

 

２．知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

 先端産業技術の開発と社会の安全・安心のための基

盤となる重要な計測評価データを蓄積し、データベー

スとして産業界と社会に提供する。 

2-(1) 標準化を支援するデータベース 

 標準化を支援し、産業技術の基盤となる物質のスペ

クトル、熱物性等のデータベースを構築し、提供する。 

2-(2) 資源等の有効利用を支援するデータベース 

 資源等の有効利用を支援するために必要な地質、環

境、地図情報などをデータベース化し、利用しやすい

形で提供する。 

2-(3) 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

 環境・エネルギー技術、社会の安全・安心及びもの

づくりの基盤となる重要なデータを集積し、データベ

ースとして提供する。 

 

３．基準認証技術の開発と標準化 

 材料、製品、サービスの商取引に必要となる適合性

評価技術の開発を行うとともに、民間における適合性

評価事業の育成を推進する。 

3-(1) 適合性評価技術 

 新技術の事業化を促進するため、民間では困難な性

能や安全性に関する実証に取り組む。また、新規の素

材、製品、サービス等の社会普及を促進するため、商

取引、規制において求められる性能、安全性等に関す

る適合性評価技術を開発し、そのような評価技術の民

間移転に積極的に取り組み、民間による適合性評価機

能の強化を図る。 

 

別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術

基盤、社会安全基盤の確保） 

地殻変動が活発な地域に位置する我が国において、安

全かつ安心な産業活動や社会生活を実現し、持続的発展

が可能な社会の実現に貢献するために、国土及び周辺地

域の地質に関する状況を適切に把握し、これに応じ必要

な対応を行うことが求められている。このため、国土及

び周辺地域の地質情報の整備と供給、地質情報による産

業技術基盤、社会安全基盤の確保に関する研究開発を行

う。また、地質の調査に関する国際活動において協力を

行う。 

 

１．国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

 国土と周辺地域において地質の調査、研究を実施し、

地質情報の整備を行うとともに、衛星情報の高度化及

び高精度化に関する研究を行う。また、地質の調査、

研究の成果を社会に普及するための体制を整備する。 

1-(1) 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精

度化 

 地質の調査に関する研究手法と技術の高度化を進め、

これらの知見も活用し、長期的な計画に基づき、国土

の地質情報基盤である地質図、海洋地質図、重力図及

び空中磁気図の作成及び改訂を行う。また、国土の地

球科学基本図等データベースを整備し、それら情報の

信頼性と精度を向上させるとともに、利便性の向上を

図り、地質情報の標準化を行う。 

1-(2) 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び

環境情報の整備 

 地質図が整備されていない都市平野部及び沿岸域の

地質について、調査、研究を行うとともに、地質情報

及び環境情報を整備する。 

1-(3) 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関す

る地球観測の一環として、地質に関する衛星情報を整

備するとともに、それら情報の利用拡大のための研究

を行う。 

 

２．地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

 国土利用の促進、資源開発及び高レベル放射性廃棄

物の地層処分の安全性の確保を目的とした地質の調査、

研究を行う。 

2-(1) 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発 

 土壌汚染、二酸化炭素地中貯留及び地層処分につい

て、地圏の環境の保全と適切な利用にかかわる評価技

術の開発を行うとともに、その普及に努める。 

2-(2) 地圏の資源のポテンシャル評価 

 陸海域の、鉱物資源、燃料資源、地下水資源及び地

熱資源に関するポテンシャル評価を行う。 
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2-(3) 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評

価技術の開発 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分事業の安全規制に

係る国の施策に資するため、地質現象の長期変動及び

地質環境の隔離性能に関する地質学的、水文地質学的

知見を技術情報としてとりまとめるとともに、長期的

視点から地層処分の安全規制への技術的支援を行う。 

 

３．地質災害の将来予測と評価技術の開発 

 地震、火山等の自然災害による被害の軽減のため、

活断層、地震発生や火山噴火のメカニズム及び地下水

位の変動などに関する調査、研究を行う。 

3-(1) 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度

化 

 活断層について活動履歴の調査を行い、活断層の活

動性評価を実施するとともに、地震災害の予測手法を

開発する。また、海溝型地震と巨大津波の予測手法を

高度化するための調査、研究を行う。 

3-(2) 火山噴火推移予測の高精度化 

 火山噴火予知及び火山防災のための火山情報を提供

するため、火山の噴火活動履歴及び噴火メカニズムに

ついて調査、研究を行う。 

 

４．地質情報の提供、普及 

 社会のニーズに的確に応じ、地質情報を活用しやす

い情報、媒体で提供、普及する。 

4-(1) 地質情報の提供、普及 

 地質の調査に係る研究成果を社会に普及するため、

地質図類、報告書等を出版するとともに、電子媒体や

ウェブによる地質情報の普及体制を整備し、地質標本

館の有効活用を図る。また、地方公共団体及び民間に

おける地質情報を活用する取組に対し支援を行う。 

4-(2) 緊急地質調査、研究の実施 

 地震、火山噴火をはじめとする自然災害発生に際し

て、社会的な要請等に機動的に対応して緊急の調査、

研究を行うとともに、必要な関連情報の発信を行う。 

 

５．国際研究協力の強化、推進 

 地質に関する各種の国際組織及び国際研究計画に参

画するとともに、産総研が有する知見を活かし、国際

的な研究協力を積極的に行う。 

5-(1) 国際研究協力の強化、推進 

 アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に関

する各種の国際研究協力を積極的に推進する。 

 

別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産

業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 産業、通商、社会で必要とされる試験、検査や分析の

結果に国際同等性を証明する技術的根拠を与え、先端技

術開発や産業化の基盤となる計量の標準を整備するとと

もに、計量法で規定されている法定計量業務を的確に行

うことにより、我が国経済活動の国際市場での円滑な発

展、国内産業の競争力の維持、強化と新規産業の創出の

支援、グリーン・イノベーション及びライフ・イノベー

ションの実現に貢献する。 

 

１．新たな国家計量標準の整備 

 我が国経済及び産業の発展、あらゆる計測の信頼性

を産業と社会が共有するために信頼性の源となる国家

計量標準を引き続き開発、整備するとともに、新たな

計量標準については迅速に供給する。特に、環境への

負荷低減（低炭素社会の実現、物質循環型社会の実

現）、国民生活の安心・安全社会の実現、健康長寿社

会の実現、技術革新による次世代産業の推進、及び国

際通商の円滑な実施を支える国家計量標準については、

産業界や社会の要請に即応して整備し、多様な供給の

要請に対して柔軟に対応する。 

1-(1) グリーン・イノベーションの実現を支える計量標

準の整備 

 グリーン・イノベーションの推進に必要な計量標準

を早急に開発、整備し、供給する。 

1-(2) ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準

の整備 

 ライフ・イノベーションの実現に向け、先進医療機

器の開発に必要な計量標準を開発・整備、供給する。

また、食品の安全性や生活環境の健全性確保に資する

ため、食品分析に係る計量標準、有害化学物質の計量

標準を開発、整備、供給する。 

1-(3) 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

 我が国産業の国際通商を円滑に行うために必要な計

量標準を開発、整備、供給する。また、代表的な技術

革新分野において、基盤的計量標準を開発、整備、供

給する。 

 

２．国家計量標準の高度化 

 我が国のイノベーション基盤を強化するため、国家

計量標準を確実に維持、供給するとともにその高度化、

合理化、校正事業者の認定審査の支援、計量トレーサ

ビリティ体系の高度化と合理化を行う。 

2-(1) 国家計量標準の維持、供給 

 国家計量標準を維持管理し、校正サービス、標準物

質等の供給、品質システムの運用を行う。 

2-(2) 国家計量標準の高度化、合理化 

 より高度な技術ニーズ及び社会ニーズに対応するた

め、特に省エネ技術の推進、産業現場計測器の信頼性

確保及び中小企業の技術開発力の向上を支援する計量

標準について、その高度化、合理化を行う。 

2-(3) 計量標準政策に関する調査と技術支援 

 計量トレーサビリティ体系の設計、維持運用につい

て調査を行い、政府の知的基盤の整備に関する技術支
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援を行う。 

2-(4) 計量標準供給制度への技術支援 

 JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）を主

体とする計量標準供給制度の運用に関する技術支援を

行う。 

2-(5) 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

 利用者が信頼性、コスト、迅速性及び効率性の観点

から最適な手段により計量トレーサビリティを確保で

きるように、技術開発の実施と運用方法の拡充を行い、

計量トレーサビリティ体系の高度化と合理化を図る。 

 

３．法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

 法定計量業務を適正に実施し、計量行政を支援する

とともに、経済のグローバル化に対応した計量器の適

合性評価システムの整備、普及を促進する。 

3-(1) 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

 特定計量器に関する試験検査業務を国際標準の品質

管理の下、適正に実施し、特定計量器の製造技術及び

利用技術の調査などを通じ計量行政への支援を行う。 

3-(2) 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

 特定計量器についての新たな適合性評価技術を開発、

整備する。また、一般計測及び分析器についても評価

技術を開発し、測定手続の基準、試験規格の確立と普

及を図る。 

 

４．国際計量標準への貢献 

 計量標準、法定計量に関連する国際活動に主導的に

参画し、我が国の技術を反映した計量システムを諸外

国に積極的に普及させるとともに、メートル条約と法

定計量機関を設立する条約のメンバー国と協調して国

際計量標準への寄与に努める。また、先進的な計量ト

レーサビリティ体系の構築に努める。 

4-(1) 次世代計量標準の開発 

 次世代の計量標準を世界に先駆けて開発し、国際計

量標準の構築において優位性を確保するとともに、我

が国の優れた標準技術を国際標準に反映させ、また、

先端技術開発を支援する。 

4-(2) 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

 国際的計量組織の一員として、国家計量標準の同等

性に関する国際相互承認体制（MRA）及び計量器の

技術基準の同等性に関する国際相互受入れ取決め

（MAA）を発展するよう促していく。また、開発途

上国が、通商の基盤となる自国の計量標準を確立でき

るよう支援をしていく。 

4-(3) 計量標準分野における校正、法定計量分野におけ

る適合性評価の国際協力の展開 

 二国間の MOU（技術協力覚書）の締結、維持によ

り、製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保

し、特定の計量器における適合性評価結果の受入れを

可能にするための国際協力を行う。 

５．計量の教習と人材の育成 

 法定計量業務に対応できるよう、国内の法定計量技

術者の技術力向上を図るとともに、公的機関、産業界

及び開発途上諸国の計量技術者を育成する。 

5-(1) 計量の教習 

 法定計量の技術を教習して、国内の法定計量技術者

の計量技術レベルの向上を図る。 

5-(2) 計量の研修と計量技術者の育成 

 公的機関、産業界及びアジア諸国の技術者を対象と

して、人材育成プログラムや資料を作成するとともに、

研修を行い、計量技術者を育成する。 
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４．中期計画、年度計画、年度実績 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質

の向上に関する事項 

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重点

分野 

（１）世界をリードする「グリーン・イノベーション」、

「ライフ・イノベーション」の推進 

（戦略的な研究企画及び研究資源配分の重点化） 

【第3期中期計画】 

・グリーン・イノベーションの推進のため、太陽光発電、

次世代自動車、ナノ材料、情報通信の省エネルギー化

等の技術開発を加速化する。太陽光発電技術について

は、大幅な性能向上と低コスト化を目指し、薄膜シリ

コン等の太陽電池デバイス材料の効率を相対値で10%
向上させるとともに、太陽光発電システム普及のため

の基盤となる基準セル校正技術、性能・信頼性評価技

術等を開発し、それらを産業界に供給する。 

 

【平成24年度計画】 

・一次及び二次基準セル、基準モジュールの校正技術、

新型太陽電池評価技術の確立に向けた取り組みを引き

続き推進すると共に成果を産業界に供給する。太陽電

池発電量評価技術、長期信頼性研究および発電量予測

技術を加速推進する。企業への技術移転を目指して、

産総研で開発したセル並びにサブモジュール技術の向

上を図り、企業への技術移転を目指す。小面積セルの

性能向上を目指して、プロセスやデバイス構造の検討

を行う。 

【平成24年度実績】 

・基準セル校正技術、新型太陽電池評価技術、および太

陽電池実効性能評価技術の確立に向けて、校正技術高

度化、新評価技術開発、発電量評価および発電量予測

技術開発を行うと共に、産業界等からの依頼に対し基

準セル校正2件、性能評価約80件を実施した。企業へ

の技術移転を目指して、CIGS 太陽電池の製造技術を

高度化し、フレキシブルサブモジュールで変換効率

16.2%を実現した。格子整合しない材料系同士の積層

を可能にするスマートスタック技術を開発し、変換効

率22.5%を得るなど新規デバイス構造の有効性を実証

した。 

 

【第3期中期計画】  

・次世代自動車普及の鍵となる蓄電池について、安全・

低コストを兼ね備えた高エネルギー密度（単電池で

250Wh/kg 以上）を設計可能な電池機能材料（正極材

料、負極材料等）を開発する。また、燃料電池自動車

用水素貯蔵技術として、高い貯蔵量（5重量%）と優

れた繰り返し特性を有する材料の設計技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・酸化物正極材料については、Li、Fe、Mn、Ti を主体

として、遷移金属の組成比及び価数を調整することで

250mAh/g 程度の初期容量、20サイクル後に容量維持

率80%以上のサイクル特性を目指す。併せて、この高

容量発現機構の解明を行う。高容量シリコン系負極に

ついては、 最適な表面処理方法や新規バインダ、集

電体などの開発により、高容量化（3000mAh/g)を維

持し、300サイクル後の容量維持率50%を目指す。 

【平成24年度実績】 

・酸化物正極については、Fe、Mn、Ti 比の最適化およ

び Fe の価数制御により、初期放電容量 251mAh/g 
で20サイクル後の容量維持率88%を示す材料を開発し

た。高容量シリコン系負極については、高強度のポリ

イミドバインダと、高強度の SUS 箔集電体を用いる

ことで、高容量（3000mAh/g）かつ長寿命で耐熱性

に優れたシリコン系負極を開発し、300サイクル後で

も初期容量に対する維持率約50%を実証した。 

 

【平成24年度計画】 

・中性子回折実験を進め、材料中の水素位置の解明につ

なげる。放射光 X 線を活用した水素吸蔵・放出過程

の構造変化の詳細を局所構造の観点からさらに解析す

る。陽電子消滅、核磁気共鳴等の手法を用いた解析を

引き続き進める。 

【平成24年度実績】 

・中性子回折実験および放射光 X 線実験を行い、燃料

電池自動車用材料の候補である V 系材料中の水素位

置と局所構造変化の解析を進めた結果、劣化を抑制し

繰り返し特性を向上させる添加元素の効果について、

格子欠陥の導入の抑制が1つの要因であることを見出

した。水素吸蔵、放出過程の連続的な構造変化の観測

では、合金相から1水素化物相への変化を捉えること

に初めて成功し、貯蔵量増加の方策への手がかりを得

た。 

 

【第3期中期計画】 

・部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なカーボンナノチューブについて、キログラム

単位で単層カーボンナノチューブのサンプル提供が可

能な600g/日の生産規模の量産技術を開発し、キャパ

シタ、炭素繊維、太陽電池等へ応用する。 

 

【平成24年度計画】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業に試料を提供する。カーボンナノチューブ

（CNT）の分散技術、及び CNT とゴム、樹脂、金属

との複合化技術の開発を行い、100W/mk の高伝熱ゴ

ム、0.01%以下の低添加で高導電性を有する樹脂を実

現する。歪みセンサーを活用したセンサー、マイクロ

キャパシタなどのデバイス開発を行う。 
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【平成24年度実績】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業などに試料を100件以上提供した。低ダメージ

の CNT の乱流分散技術を開発し、分散体をフッ素ゴ

ムと複合化することで95W/mK の高伝熱ゴム、また

樹脂と複合化することで0.01%の低添加で10-3S/m の

高導電性を有する樹脂を実現した。歪みセンサーを企

業に提供し実用化の課題を抽出、また、微細加工で製

造した電極を用いて、平面上で直列・並列で駆動する

マイクロキャパシタを開発した。 

 

【第3期中期計画】 

・情報通信機器の省エネルギー（記憶素子の置き換えに

よりパソコンの待機電力を約1/5に削減）を可能とす

る不揮発性メモリ（電源オフでのメモリ保存）技術を

開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・不揮発性メモリのスピン RAM の高速化を目指して、

これまでに全く実現されていない、300emu/cc 以下の

超低飽和磁化と5Merg/cc 以上の高磁気異方性を両立

する垂直磁化薄膜の開発を行う。さらに、この新材料

を用いた垂直磁化 MTJ を開発し、1ナノ秒以下の高

速スピントルク磁化反転技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・スピン RAM の高速化のため、記憶層となる垂直磁化

膜の開発を行い、SRAM 代替を可能にする磁気異方

性1Merg/cc を維持しつつ、飽和磁化を600mu/cc から

300emu/cc に低減することに成功した。この垂直磁化

膜における磁化の歳差運動の特性周波数は数 GHz 以

上であり、この材料において1ナノ秒以下の高速スピ

ントルク磁化反転が可能であることが確認された。目

標とした磁気異方性5Merg/cc は達成できなかったが、

これは DRAM 代替も可能な高い目標であり、平成25

年度以降引き続き実現を目指す。 

 

【第3期中期計画】 

・ライフ・イノベーションの推進のため、先進的、総合

的な創薬支援、医療支援、遠隔医療支援、介護・福祉

ロボット等の技術開発を推進する。創薬、再生医療技

術については、創薬過程の高速化や再生医療基盤整備

のために、iPS 細胞の作製効率を10倍程度（現行1%
から10%程度に）に引き上げる技術を開発する。 

遠隔医療システムについては、遠隔地から指導可能な

手術手技研修システムを開発し、低侵襲治療機器に即

したトレーニングシステムに適用する。 

介護及び福祉のための生活支援ロボットについては、

製品化に不可欠な実環境下での安全の確立を目指して、

ロボットの新しい安全基準を構築し、ロボットを安全

に動作させる際に必要な基盤技術として15種類以上の

日常生活用品を対象とした物体把持技術等を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・センダイウイルスベクターを用いて、ヒト iPS 細胞

作製効率の向上と細胞分化への応用について検討する。

ヒト幹細胞の標準化基盤技術に繋がる幹細胞マーカー

の開発を行うとともに、ガン化する未分化 iPS 細胞

の除去技術について動物実験で詳細なデータを取得す

る。自動培養装置の汎用性を高め、性質の違うヒト幹

細胞でも自動培養が可能な装置の作り込みを行う。 

【平成24年度実績】 

・iPS 細胞作製効率を向上できる新たな因子を4個同定

し再現性良く2%の作製効率を達成した。また、神経

分化用遺伝子を搭載したセンダイウイルスベクターの

使用により、マウス線維芽細胞から神経細胞への直接

分化を可能にした。ヒト幹細胞の標準化技術に向けて、

ヒト ES/iPS 細胞の品質評価および分離を可能とする

プローブ「AiLec-S1」の開発に成功した（特許出願2

件）。本プローブを添加した状態での連続培養にも成

功し、ヒト ES/iPS 細胞の品質を担保しながら自動培

養装置で増殖させる技術を確立した。 

 

【平成24年度計画】 

・手術室－教育ラボ間および手術室内隣接型での遠隔手

術指導症例を蓄積する。また、記録した症例について

自習システムを試作し、医療現場での教育カリキュラ

ムへの導入に必要な要素を抽出する。 

【平成24年度実績】 

・筑波大学附属病院－医療技術ラボ間での遠隔手術指導

1症例を実施した。その結果、通常では研修医が体験

できない高度な手技レベルを要する症例にも産総研の

システムが適用可能であり、上級者向け教材としても

有用であることが確認できた。一方、自習システム構

築に向けた研究では、このような高難度症例の場合、

手術内容と学習者の持つスキルのギャップが大き過ぎ

る為、学習目標を設定し、学習者の現在のスキルをフ

ィードバックし到達度合を判定する仕組みが必要であ

り、その為にはギャップを生む諸要因の明確化が重要

である事がわかった。 

 

【平成24年度計画】 

・ロボットのタイプ別のシミュレーションを通じたリス

クアセスメント手法開発におけるシミュレーション要

素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

ロボットの機能安全の認証方法について継続して関係

各機関と協議して国際標準化提案につなげる。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、
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計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO 国

内対策委員会で採択された。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に達成できなかった70種類程度の日常物品

について、物品を構成するパーツと扱い方の観点から

分類とモデル化を行う。更に、平成23年度から整備し

ている100種類程度の各モデルに対して機能と形状に

ついて階層的に表現し体系化する。 

【平成24年度実績】 

・JICFS コード表の中から、ロボットの把持対象とな

りうる日常物品を70種類選定し、物品を構成するパー

ツと扱い方の観点から分類とモデル化を行った。平成

23年度に整備した30種類と合わせて100種類の日常物

品について、主要な用途に関連するパーツを主要パー

ツと定義し、特に主要パーツが容器である場合につい

て、主要パーツとそれに付属するパーツの接続関係か

ら階層ツリー構造で日常物品を表現した。 

 

【第3期中期計画】 

・技術のシステム化としては、電力エネルギーの高効率

利用のための低損失高耐圧なパワーデバイス技術等と

再生可能エネルギー利用機器とを組み合わせて安定し

た電力を供給するためのネットワークの設計及び評価、

マネジメントの技術等の開発を行う。また、早期の社

会導入を目指して、数十戸規模の住宅を対象とした実

証研究を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・昨年度完成した実験設備を用い、柱上変圧器下流の複

数住宅を対象とする、太陽光発電、太陽熱温水器、ヒ

ートポンプ等から構成される住宅用エネルギーネット

ワークの統合マネジメント実験を実施する。実験結果

を解析し、システム計測要件の検討、通信仕様の検討、

システム評価手法の確立等に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ等から構成される住宅用

エネルギーネットワークの統合マネジメント実験に着

手し、基礎的なエネルギー融通手法の実験および解析

結果から、温水需要の少ない夏期における省エネルギ

ー効果を検証した。太陽光発電による電圧上昇に関す

る実験に着手し、実験設備における太陽光発電逆潮流

による配電線電圧上昇の確認と、インバータの無効電

力制御実験に向けた機器の動作確認を行った。 

 

（２）他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

【第3期中期計画】 

・デバイス材料のナノ構造の最適化により、省エネルギ

ー型ランプの光源となる光取出し効率80%以上の超高

効率な赤色及び黄色発光ダイオードを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・AlGaInP 系発光ダイオードについては選択成長リッ

ジデバイスの赤色及び黄色の発光効率を向上させると

ともに、より高い発光効率が期待できる薄膜デバイス

の試作を行う。また、青・緑色 LED への展開に向け

て GaN 系デバイスの試作を並行して進める。 

【平成24年度実績】 

・光取出し面に微小リッジ構造、裏面に銀ミラーを備え

る AlGaInP 薄膜型赤色 LED の試作を行い、光取出

し効率40～50%を実現した。これはランダムな粗面化

処理やフォトニック結晶などの従来技術と比較しても

2～3倍高い効率であり、従来技術に対する本技術の優

位性がデバイス動作において初めて確認された。また、

黄色 LED に必要な結晶成長技術を開発した。さらに、

青・緑色の GaN 系 LED の実現に必要な微小 GaN リ

ッジ構造の作製にも成功した。 

 

【第3期中期計画】 

・マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術によ

り超小型の通信機能付き電力エネルギーセンサチップ

を試作し、電力エネルギー制御の最適化によりクリー

ンルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減す

るシステム技術の開発を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・本体サイズ5mm 角以内のオフィス環境計測用無線セ

ンサ端末を試作するとともに、引き続き所内クリーン

ルームおよび100店規模以上の小規模店舗にて消費エ

ネルギーを10%削減するためのシステム技術として、

電力プロファイリングシステムを開発する。 

【平成24年度実績】 

・部品内蔵基板を用いて、本体サイズ5mm 角のオフィ

ス環境（温湿度）計測用無線センサ端末のプロトタイ

プを試作し、動作を確認した。小規模店舗1700店舗に

無線電力センサを実装し消費エネルギーを5%削減し、

プロトタイプ電力プロファイリングシステムにより電

力増加の要因となるパラメータ抽出に成功した。また、

電力モニタリングシステムの活用等により、所内にあ

る4インチ MEMS クリーンルームにて夏季消費電力

平均値で平成22年度比約63%の削減を実現した。 

 

２．地域活性化の中核としての機能強化 

（１）地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の

推進 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、北海道センターの完全密閉型遺伝
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子組換工場等を利用したバイオものづくり技術や関西

センターの蓄電池関連材料の評価技術等に基づくユビ

キタス社会のための材料技術、エネルギー技術などの

ように、地域の産業集積、技術的特性に基づいた地域

ニーズ等を踏まえて、研究分野を重点化し、地域経済

の競争力を支える最高水準の研究開発を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・地域事業計画について、平成24年度上期に実施する進

捗報告を踏まえた見直しを行い、これに従って地域経

済に貢献する最高水準の研究開発を実施する。 

【平成24年度実績】 

・地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発を推進

した。主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：遺伝子組換え体を使った物質生産

の重要な基盤技術として、ゲノム解析技術と計算機を

用いた情報処理技術を組み合わせた新しい組換え遺伝

子設計技術の基礎技術開発に成功し、経済産業省プロ

ジェクト「革新的バイオマテリアルを実現するための

高機能ゲノムデザイン技術開発」（平成24～28年度）

への展開に結びつけた。 

2) 東北センター：透明で機械的強度に優れ、LED 照

明や太陽電池のカバーに利用できる「透明不燃シー

ト」を地域中小企業が実用化。また、太陽電池などの

防湿シート用として「水蒸気バリア膜用粘土」を実用

化した。さらに、超臨界二酸化炭素塗装技術を地域企

業が実用化し、塗装装置の販売実績も挙げた。 

3) 臨海副都心センター：「個人差を人工的に創り出す

バイオチップの開発」において iPS 細胞をより発癌

性が低く歩留まり良く生成するキットを作成するため

に、首都圏に所在するバイオベンチャー企業、iPS 専

門中小企業、大企業がそれぞれ役割分担をして連携体

制を確立した。 「バイオテクノロジー作業ロボット

開発」においては、共同研究相手の企業とともに、高

精度で多自由度の動きができる2腕ロボット「まほろ

システム」を開発し、国内大手製薬会社と公的研究機

関等への導入が決定した。また、 「創薬支援拠点

化」において、国内大手製薬会社3社と連携方法につ

いて個別に話し合いを進め、共同研究及び受託研究契

約が成立した。 

4) 中部センター：ヘルスモニタリング用の高感度・高

速応答が可能なガスセンサを開発し、口臭測定時間の

飛躍的な改善を実現。その成果はメーカによって製品

化された。また、アルミ溶湯搬送用の断熱容器として、

セラミックス中空ユニットで構成されるステレオファ

ブリックによる球体構造を開発し、従来品に比べて

60%の軽量化と放熱量の58%低減を実現した。軽量部

材の CFRP 加工に向け、WC-FeAl 超硬合金に高密着

性コーティングを施した工具を開発し、レアメタル資

源の有効活用に貢献した。 

5) 関西センター：従来の Li イオン電池の黒鉛系負極

の5倍以上の高容量で、かつ、100回以上のサイクル寿

命を有するシリコン系負極を開発し、電気自動車や大

型蓄電池開発を目指した企業との共同研究を実施中。

大学との共同研究により、カーボンナノホーンを利用

した遺伝子発現の光制御技術やカーボンナノチューブ

と温度感性リポソームの分子複合体による目的位置で

の分子放出光制御技術を開発した。省エネデバイス材

料として期待されるダイヤモンドウェハ研究において

2インチ角単結晶ウェハ作製に世界で初めて成功した。 

6)  中国センター：セルロースナノファイバー

（CNF）を利用する高性能複合材料製造において、

国産の木材から高規格化した木粉を生産することに成

功し、これをポリプロピレンと練り合わせてシートを

作製し、その基材をプレス加工して自動車用内装材の

製品化につなげた。 

7) 四国センター：高感度・迅速・簡便な測定が可能な

細胞チップ技術を用いて、マラリア感染の早期診断、

循環がん細胞検出の実用化を進め、それぞれの企業と

の強力な連携を推進した。また、地域企業との連携の

もと、柚子、オリーブ及び酵母由来因子等の機能性評

価法の開発を行った。 

8) 九州センター：半導体関連マイスター課題では、平

成23年度までの成果を基に応力励起光散乱法による微

小欠陥検査の実用装置を量産現場へ導入し、データの

取得とその解析を進めた。また、平成23年度までに構

築した各種水素材料に関するデータベースを安全性確

保のための基本データとして376件提供し、高圧水素

規制の見直し作業に活用するとともに、国際標準への

日本案の科学的根拠として活用して国内自動車産業界

の標準化対応に貢献するなど、安心・安全と経済性が

両立する水素社会の実現に向けた取り組みに貢献した。 

 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、各地域の特徴を活かした分野にお

いて、大学、公設試験研究機関等と連携して、企業の

研究人材を積極的に受け入れ、最先端設備の供用やノ

ウハウを活かした共同研究等を実施し、国際水準の研

究開発成果を地域産業へ橋渡しすることにより、地域

の活性化に貢献する。 

 

【平成24年度計画】 

・各地域の産学官連携センターは、経済産業局や地方自

治体、商工会議所等との協力のもと、地域中小企業等

への総合的な支援体制として公設試験研究機関、大学、

産業支援機関等と形成した産学官連携ネットワークの

維持と展開を図るとともに、そのネットワークでの活

動を積極的に推進する。 

【平成24年度実績】 

・産学官連携ネットワークについて、これまで構築した
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ネットワークをさらに拡充した。各地域センターにお

ける主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：北海道内の自治体、経済団体、研

究支援機関、企業が一体となって出資し、国からの補

助金を得て、完全密閉型植物工場の実証研究施設であ

る「グリーンケミカル研究所」を北海道センター敷地

内に建設するに至り、産総研植物工場の基礎研究成果

を商業応用に展開するまでの産学官連携拠点の整備が

実現した。 

2) 東北センター：3つのコンソーシアム「グリーンプ

ロセスインキュベーションコンソーシアム（GIC）」、

「クレイチーム（Clayteam）」および「東北分析・計

測科学技術コンソーシアム（TCAST）」を運営し、技

術支援や人材育成に寄与した。東北地域のニーズに適

合する産総研の新技術を選び「新技術セミナー」を毎

月開催した。その結果、宮城県内の企業が「戦略的基

盤技術高度化支援事業（サポイン事業）」へ共同提案

し採択に至るなど、全産総研対応の推進に効果を上げ

た。公設試験研究機関の協力を得て、有力企業100社

あまりとの連携をシステム化する「東北コラボ100」

を実施して産学官連携センターの連携活動を強化し、

共同研究6件、外部資金獲得1件に繋げるなど東北地域

産業の復興・振興に貢献した。 

3) 臨海副都心センター及び関東産学官連携推進室：平

成23年度から、関東経済産業局の東京区部・神奈川臨

海部広域基本計画と連携を開始した。ライフイノベー

ションと文化産業育成を目標とする。平成24年度は、

特に文化産業育成に関して、デザインに特化し、「足

入れの良い革靴研究」という具体的な課題に取り組み

始めた。さらに、SNS によりユーザーニーズを汲み

取りデザインをしてモデルを作るループをテストする

研究会を立ち上げ、臨海副都心センターが代表となり、

SNS 担当企業や東京都産業技術研究センター等との

連携を開始した。 

4) 中部センター：名大や名工大との包括協定に基づき、

新たに FS 共同研究を5テーマ実施するとともに、名

古屋大学・グリーンモビリティ連携研究センターに2

名の客員教授を派遣し次世代産業の育成を推進した。

また、産総研コンソーシアム「名古屋工業技術協会」

により研究会・講演会を4回、見学会を1回開催し、産

学官ネットワークの活動を積極的に推進した。さらに、

産総研シーズの北陸地域での展開を目指して、北陸産

業活性化センターとの共催で技術普及講演会を富山で

開催し、ネットワークの展開を図った。 

5) 関西センター：AIST 関西懇話会を3回開催し企業

との連携を促進した。大阪府立大と包括連携協定を締

結し大学連携を拡大した。公設試に産総研の身分を持

つ研究支援アドバイザーを配置し、情報共有化を進め

た。池田泉州銀行の技術フェアへ大規模な出展を行い、

近畿7高専の参加も支援した。フラウンホーファー研

究機構との包括協定締結に貢献し、関西を拠点とした

高分子アクチュエーターの連携研究を開始した。 

6) 中国センター：産総研と中国地域に拠点をもつ企業

とのネットワークを強化するために立ち上げた「産総

研中国センター友の会（産友会）」の会員企業の技術

相談等を通じて発掘した技術課題を産総研の技術シー

ズとマッチングさせ、「中小企業共同研究スタートア

ップ事業」を活用して共同研究へとつないだ。 

7) 四国センター：食品分析フォーラムを設立し（全国

17公設試参加）、食品中の機能成分分析法の標準化の

ために共同分析を開始した。また、研究プラットフォ

ームでは「四国まるごと『食と健康』イノベーション

2012」として、6大学及び産総研の研究シーズ情報の

提供等を実施したほか、新たに WG を設置し、四国

の将来像を想定した検討を行った。さらに、伊予銀行

との相互協力協定に基づき共同で、8社について「も

のづくり相談会」を実施した。 

8) 九州センター：地域産業支援強化のために佐賀県と

連携・協力に関する協定を締結し、太陽電池モジュー

ル長期信頼性評価に関する研究開発を共同で実施する

とともに、企業向けセミナーの共同開催、県担当者と

の合同企業訪問等の連携事業を開始し県内中小企業へ

の支援体制構築を協力して行った。「九州イノベーシ

ョン創出戦略会議」（（一財）九州産業技術センター、

中小企業基盤整備機構九州本部と共同で構築した九州

の大学・高専、公設試、産業支援機関、経済団体等65

機関からなる組織）の統括コーディネータとして九州

センターのイノベーションコーディネータを配置し、

企業支援や関連する施策の立案・実施等における連携

を強化した。 

 

【平成24年度計画】 

・地域センターの有する技術分野については地域企業や

公的試験研究機関の人材を積極的に受け入れ、最先端

設備の供用やノウハウを活かした共同研究等を実施し、

実用化を目指した研究開発や実践的な人材育成等に貢

献する。 

【平成24年度実績】 

・各地域センターでは共同研究等により、平成24年度に

は1482名の外部人材を受け入れ、人材育成等に貢献し

た。主な成果については次のとおり。 

1) 北海道センター：大学、専門学校、高専、企業から

81名の技術研修生を受け入れ、組換え植物や微生物に

よる物資生産技術等についての技術研修を実施して人

材育成を行った。また、共同研究により企業等からの

べ44名を受け入れた。その他、北海道2高専との研究

発表会および4高専との意見交換会を通じて、人材の

連携ネットワーク強化を進めた。 

2) 東北センター：東北大学、東北学院大学、日本大学

などから、延べ30名の技術研修生を受け入れ、超臨界
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流体技術など、東北センターのコア技術に関する技術

人材育成に貢献した。また、民間企業との共同研究に

基づき延べ79名の人材を受け入れたほか、TCAST コ

ンソーシアムのもとで、分析基礎セミナーを実施し、

延べ14名が受講した。産総研の成果をベースとした科

学技術リテラシーの向上を目的に「仙台まちなかサイ

エンス」を6回開催し、107名の参加があった。 

3) 臨海副都心センター：生命情報工学研究センターで

は、生命情報科学人材養成講座を継続実施した。今年

度は革新的ハイパフォーマンス・コンピューティン

グ・インフラ人材養成プログラムを実施し、企業、大

学教官・学生等、486名の受講者を育成した。また、

臨海副都心センター全体として、100名を超す技術研

修生を受け入れ、人材育成に貢献した。 

4) 中部センター：8公設試の参加の下に CFRP に関す

る連携会議を開催し、地域における CFRP 関係の研

究開発支援状況についての情報交換、先端計測手法の

状況紹介、標準力学特性評価法についての講習を行う

とともに、曲げ、引張りなどの機械的特性評価のラウ

ンドロビンテストを実施し、公設試相互の連携促進と

ポテンシャルの向上に寄与した。 

5) 関西センター：関西経済連合会や阪大と連携して高

度な組込みシステム技術者を養成する「組込み適塾」

を実施し、企業から56名の参加があった。本年度は東

北地域の企業要望に応え、産総研の TV 会議システム

を活用し講義を配信した。科学教室、サイエンスキャ

ンプ活動、啓蒙講演を実施し、6000名以上の生徒の指

導を行った。 

6) 中国センター：森と人が共生する SMART 工場モ

デル実証事業を通じて、真庭市との包括協定に基づく

「バイオマス人材育成事業」を展開した。また、地域

産技連事業として、四国部会と連携し「公設試の研究

者を対象とした研修」を開催した。更に、アジアのバ

イオマス人材育成については、東アジア等での国際協

力を推進しながら、引き続き、海外からの研修生を受

け入れた。 

7) 四国センター：香川大学等からの技術研究生（9

名）の受入れ、公設試、中国センターと連携した若手

研究者合同研修の実施（15名）、企業との共同研究に

よる受け入れ（5名）、イノべーションスクールによる

企業研修の実施（1名）など、技術人材育成に貢献し

た。また、健康ものづくり研究会、次世代バイオナノ

研究会の参加企業のプロジェクト提案の支援（8件）、

NEDO プロジェクトへの参加（2件）など、企業の開

発力アップを支援した。 

8) 九州センター：産学官の78機関で構成される第Ⅱ期

高信頼性太陽電池モジュール開発・評価コンソーシア

ムの取り組みにより、現在の認証試験より5倍程度厳

しい条件でも劣化を示さないモジュールを実現した。

ミニマル3DIC ファブ開発研究会をはじめとする計

測・診断システム研究協議会（産総研コンソ）の取り

組み等により、企業及び公設試等と実施するサポイン

（1件）、NEDO 受託事業（1件）、JST A-STEP（2

件）等を実施した。 

 

（２）中小企業への技術支援・人材育成の強化 

【第3期中期計画】 

・各地域センターは、公設試験研究機関等と連携し、中

小企業との共同研究等に加えて、最先端設備の供用や

ノウハウ等を活かした実証試験・性能評価等による中

小企業の製品への信頼性の付与等の技術支援、技術開

発情報の提供等を行い、中小企業の技術シーズの実用

化を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・地域産業活性化支援事業を引き続き積極的に実施する。

さらに、本事業による成果を活用して、公設試験研究

機関や中小企業と連携して、外部研究資金等を活用し

た本格的な研究開発に結び付けるための活動等を行う

ことで、中小企業の技術シーズの実用化を推進する。 

【平成24年度実績】 

・地域産業活性化支援事業により、9公設試から13名の

研究者を産総研に受け入れ、地元企業等の技術的課題

の解決を積極的に支援するとともに、保有する先端技

術を用いて技術移転と中小企業による技術シーズの実

用化を支援した。また、本事業により培った、産総研、

公設試、地域企業の連携を発展させ、外部研究資金等

を活用した本格的な研究開発に結び付けた。 

 

【平成24年度計画】 

・技術開発情報についても、引き続き、行政や産業界と

連携した技術セミナー等の開催により、地域企業等に

提供する。 

【平成24年度実績】 

・外部に開かれた議論の場として本格研究ワークショッ

プを引き続き実施し、地域における行政や産業界に対

して技術開発情報等を発信した。本ワークショップに

おいて企業の基調講演を含む技術セミナー、企業や自

治体が出展したパネル展示、さらに展示会場に窓口を

併設して技術相談を行い、地域企業等の活性化のため

の取組を促進した。また、地域企業との産学官連携の

取組を発表する場として、産総研オープンラボ2012

（平成24年10月25日つくばセンター）にて地域センタ

ー講演会を開催し、約100名の参加者があった。さら

に、各地域センターにおいても技術セミナー等を開催

し、産業界との交流の場を実現した。主な成果は次の

とおり。 

1) 北海道センター：地域に関心の高い課題について専

門家が解説する北海道センター講演会を4回開催し、

延べ122名の参加を得た（平成24年7月12日、11月26日、
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平成25年2月26日、3月27日）。また、平成25年3月に産

総研大通りサイトでサイエンスカフェを開催し、北海

道センターを中心とした研究成果をわかりやすく解説

した（参加者17名、平成25年3月21日）。 

2) 東北センター：東北サテライトを拠点に「産総研・

新技術セミナー」を毎月開催し延べ198名の参加があ

った。また、その結果、外部研究資金への共同提案を

検討する企業が出てきており、そのうち1件の採択に

も結実した。 

3) 臨海副都心センター：平成24年度都産技研研究成果

発表会（平成24年6月14日－15日、基調講演と一般講

演2件、231名）。震災復興技術推進シンポジウム 「復

興から未来を創るデザインイノベーション」（都産技

研、平成24年11月13日、一般講演1件、52名）及び

「ものづくり企業の医療・福祉機器分野への参入」

（都産技研、平成25年3月11日、一般講演1件、99名）

を開催した。 

4) 中部センター：研究発表会に373名、センター主催

のオープンラボに165名の参加があった（平成24年6月

26、27日）。また、名駅イノベーションハブにおいて

隔月で技術シーズ発表会を開催した。加えて、CFRP
関連分野に中小企業の新規参入を支援するため、中部

センターでは8公設試と CFRP 評価に関する研究会を

立ち上げ、公設試の能力向上に貢献した。 

5) 関西センター：第10回分子複合医薬研究会 203名

（平成24年5月11日）核酸医薬品開発に関わる企業、

大学、機関の情報共有と連携促進に貢献した。「次世

代電池の展望と開かれる未来」と題したシンポジウム 

174名（平成24年11月19日）電池研究の現状把握と今

後の研究開発の方向性について示唆に富む意見交換が

実現した。 

6) 中国センター：地域企業のニーズに対応すべく、公

設試と連携し産総研の研究シーズと企業のニーズとの

マッチングの場として「産総研技術セミナー」を開催

した（平成24年度5回／参加者；岡山市 48名、東広島

市 38名、米子市 38名、山口市 94名、松江市 38名）。

また、産総研オープンラボへのツアー企画として、平

成23年度から、中国地域の企業、大学、公設試等へ

「地域ニーズに応じたテーマ」を設定し、ツアー企画

を開催している。企業大学関係での参加者は、平成24

年度32名であった。産総研全体のポテンシャルを把握

してもらう絶好の機会として好評を博している。加え

て、平成24年度は、中部センターオープンラボへのツ

アー企画も催した。また、「中国地域のものづくり技

術のオープンイノベーション」をテーマに、地域経済

を支える製造業の持続的発展を実現する基盤技術であ

るものづくり技術（特に、センサー計測技術、微細加

工技術、製造プロセス技術）に光をあて、中国地域の

企業の課題解決に対して、産総研がいかにオープンイ

ノベーションハブとして貢献できるかを企業、大学、

支援機関、自治体、金融機関等と共有することを目的

として「産総研本格研究ワークショップ in 広島」を

11月26日に広島市で開催し、210名の参加を得た。 

7) 四国センター：産学官相互の話題提供と交流の場と

してインテレクチュアル・カフェを6回開催し（偶数

隔月）、のべ209名の参加を得た。また、四国工業研究

会特別企画セミナーとして産総研研究者による講演会

（演題：「日本のエネルギー需給の現状と将来に向け

た取り組み」（平成24年11月7日：42名参加））を開催

した。 

8) 九州センター：九経局、九州・沖縄各県公設試他共

催計17機関、後援5機関で開催した九州・沖縄産業技

術オープンデー（平成24年11月29日）では377名の参

加があり、産業界との交流の場を実現した。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研と公設試験研究機関等で構成する産業技術連携

推進会議等を活用して、地域企業ニーズに基づく中小

企業、公設試験研究機関及び産総研の新たな共同研究

の形成や、研究成果移転や機器の相互利用促進のため

の研究会の設置等により中小企業技術支援体制の充実

を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・産業技術連携推進会議地域部会では、地域経済の現状

を踏まえたプロジェクトの共同提案等の取組みを引き

続き強化し、地域経済の活性化と再生に向け一層寄与

することを目指す。 

【平成24年度実績】 

・プロジェクトの共同提案へ向けた取組として、産業技

術連携推進会議において「研究連携支援事業」を10課

題（5地域部会、2技術部会）実施し、地域経済の活性

化に貢献した。 

 

【平成24年度計画】 

・産業技術連携推進会議技術部会は公設試験研究機関の

技術レベルの向上を図るため研究会や研修会活動を積

極的に実施すると共に、産総研は地域部会の活動を支

援し、地域中小企業の活性化やイノベーションの創出

に寄与する。 

【平成24年度実績】 

・公設試験研究機関の技術レベルの向上に向けた研究

会・講演会等を引き続き実施した。また、持ち回り計

測や依頼試験等の計測値に関する公設試間の連携（知

的基盤、製造プロセス、ナノテクノロジー・材料部会

等）を推進するとともに、「技術向上支援事業」を3課

題（3技術部会、1地域部会）実施し、イノベーション

の創出に貢献した。 

【第3期中期計画】 

・共同研究や技術研修等の活動を通じて、地域の産業界
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の研究人材を受け入れ、基盤的な研究活動等を共同で

実施し、産業化への橋渡し研究に活躍できる人材育成

を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・各種プロジェクトの立ち上げ支援や技術相談、セミナ

ー開催等を通じて地域の産業界の人材育成を行う。 

【平成24年度実績】 

・各地域センターにおいて経済産業局、公設試験研究機

関、商工会議所等とも連携して、技術シーズ発表会や

講演会、地域の技術センターにおける出前シンポジウ

ム等を開催し、人材育成を行った。また、包括協定を

締結している国立高専機構と連携した地域企業の支援

を実施した。さらに、中小企業との共同研究で地域セ

ンター総計166名の研究人材を受け入れ、人材育成を

行った。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研が地域におけるハブとなり、地域を巻き込んだ

産学官連携の中核となって研究開発を推進することに

より、第3期中期目標期間中に3,000件以上の中小企業

との共同研究等を実施するとともに、10,000件以上の

技術相談を実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・つくばセンターと各地域センターを合わせた中小企業

との共同研究件数、技術相談件数について第2期期間

中の年平均（それぞれ560件、1800件）を上回ること

を目指す。また、中小企業との共同研究については、

中小企業の技術シーズの実用化を推進するため、外部

研究資金等（サポイン等）を活用した本格的な研究開

発に結び付けるための活動等を促進する。 

【平成24年度実績】 

・中小企業との共同研究を675件、技術相談を2,179件実

施した。中小企業との共同研究を推進するために、中

小企業が試作まで見据えた製品化や製造プロセスの改

善を目指し、産総研とともに公的研究資金等に提案す

る規模の大きな研究課題に対してのスタートアップを

支援する「中小企業共同研究スタートアップ事業（34

課題、42社）」等を実施。特に、経済産業省の戦略的

基盤技術高度化支援事業においては、中小企業と連携

し、61課題を実施した。 

・昨年度に引き続き、被災地の中小企業等に対しては、

イノベーションコーディネータや産業技術指導員等が

訪問、ニーズのヒアリング、産総研研究者とのマッチ

ングを行うことにより、国の被災地支援研究開発事業

への提案に向けた支援を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・特に、技術相談だけでは解決できない中小企業の技術

課題に関しては、共同研究等につなげることで抜本的

な解決を図る活動を推進し、中小企業支援の質の向上

を図る。 

【平成24年度実績】 

・著しい成長を遂げている海外市場を取り込むことは中

小企業にとって重要であり、海外展開に向けた製品の

性能優位性を示すための評価について、技術相談等が

増えている。しかし、新しい技術を客観的に評価する

指標、評価手法は無く、技術相談だけでは解決できな

い課題となっている。そこで、産総研の技術シーズを

基に高性能な製品を開発、海外展開を図る中小企業に

対し、その製品性能を評価する手法を確立して製品及

び評価手法を海外に向けて発信することにより中小企

業のグローバル展開を支援する「中小企業グローバル

トップ性能製品の評価手法の開発」事業を開始し、3

課題を実施した。 

 

３．産業・社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

（１）国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

【第3期中期計画】 

・我が国の技術革新や先端産業の国際競争力を支え、ま

た新素材、新製品の安全性や信頼性を評価する基盤と

して必要な計量標準62種類を新たに開発し、供給を開

始する。また、第1期、第2期を通じて開発した計量標

準約530種類を維持、供給するとともに、産業現場の

ニーズに応える高度化、合理化を進め、トレーサビリ

ティの普及を促進する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に整備が遅れた5種類の計量標準を含む12

種類以上の計量標準を新たに整備する。また、既存の

計量標準では、平成23年度に高度化を達成できなかっ

た7種類の標準を含む14種類以上の標準に関して、供

給範囲の拡大や不確かさの低減等の高度化を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度に整備が遅れた5種類の計量標準を含む12

種類を 新たに整備した。また、既存の計量標準では、

平成23年度に高度化を達成できなかった7種類の標準

を含む14種類の標準に関して供給範囲の拡大や不確か

さ低減等の高度化を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・国土と周辺域において地質の調査を実施し、国土の基

本情報として社会の要請に応えた地球科学基本図の作

成及び関連情報の整備を行う。具体的には資源エネル

ギーの安定確保、防災等に資するため、従来に比して

電子化などにより利便性を高めた各種地質図や活断層

及び活火山などのデータベース等を整備、供給する。

また、第3期中期目標期間中に5万分の1地質図幅を計

20図幅作成する。 
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【平成24年度計画】 

・知的基盤整備事業としての地質情報の整備を、防災の

基礎となる地質情報の充実、資源・エネルギーの確保

等に向けた地質情報の整備、利便性の向上および利活

用の促進を目標に継続して実施する。特に、日本海溝

沿いの下北半島、房総半島等での津波堆積物調査、福

島県浜通りの地震に伴う地震断層等の詳細な地形・地

質調査、福島県における再生可能エネルギー源である

地熱資源についての地質情報データ収集・整備、モン

ゴル等の中国以外におけるレアメタル鉱床の資源ポテ

ンシャル評価を実施する。そして地質関連データベー

スを国際標準化し、地質情報利活用促進のための統合

ポータルサイトを発展させる。 

【平成24年度実績】 

・防災および資源・エネルギーに関する地質情報として

5万分の1地質図幅5区画や中央アジア鉱物資源図等を

整備した。下北、房総半島での津波堆積物調査により

有史時代以前の津波堆積物を確認した。福島県の地震

断層に対する調査では、過去の断層活動発生履歴を明

らかにした。地熱資源のデータ整備においては、抽出

すべきデータ項目について整理した。また、モンゴル

等の海外レアメタル鉱床の現地調査を行い、鉱床分布

や品位を確認した。国際標準形式による各種地質図等

の配信・ポータルサイトとして地質図 Navi を試験公

開した。 

   

（２）新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

【第3期中期計画】 

・新たに生み出された製品やサービスに対して、その性

能や安全性を客観的に評価する計測、評価及び分析技

術を開発し、試験方法、試験装置及び規格等の作成を

通じて普及させる。その際、企業及び業界団体や、基

準認証関係機関とコンソーシアムを形成し、開発、作

成、普及を加速する。また、国際標準化活動をコンソ

ーシアム活動に反映するために、それぞれのプロジェ

クトを横断的に管理する組織を平成22年度中に産総研

に設置して、基準認証関係機関との連携を促進し、効

果的な標準化活動を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・標準化戦略会議及び標準化･認証検討委員会を運営し、

活動方針について産総研全体の意識共有を図るととも

に、国際標準化推進戦略シンポジウムの開催等、国内

関係者に向けて情報発信する。 

・国際標準化の推進を通じて、新規技術の性能や安全性

を客観的に評価する技術の開発、市場拡大・産業競争

力強化に資する組織・体制作りを支援する。 

【平成24年度実績】 

・標準化戦略会議（議長：理事長、外部有識者6名、内

部5名）において、産総研の国際標準推進の大枠の方

向性について議論した（6月、11月）。また、8月22日

に第2回国際標準化推進戦略シンポジウムを開催し、

産総研における標準化・認証支援の取り組みを対外的

に情報発信した。認証・認定機関や企業の標準化・認

証関係者を中心に約450名の参加者があり、活発な討

論が行われた。平成23年度に開催した第1回国際標準

化推進戦略シンポジウムの議論を書籍「未来をひらく

国際標準」としてまとめ、一般の書店で販売を開始し

た。 

・標準化戦略会議の議論を踏まえ、標準化戦略会議 FS
課題、標準基盤研究等を通じて、所内研究者等の標準

化・適合性評価活動への貢献を積極的に支援した。 

  

【第3期中期計画】 

・我が国の認証体制を強化するために、新たな技術に対

する試験法及び評価方法の標準化を推進し、人材育成

などにより技術の民間移転を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・認証機関や産業界における認証の実態調査を継続的に

行い支援すべき分野を調査分析する。 

・民間検査機関のレベルを一定水準以上にひきあげたり、

標準化や認証に活用できる新規評価手法の妥当性を確

認したりするための技能試験を3件以上実行し、実施

体制の在り方について検討する。 

・認証まで視野に入れた国際標準推進を実施するための

調査研究を実施する。また、新たな認証技術の確立や

普及を目指したパイロット認証の実施を検討する。 

【平成24年度実績】 

・国内の認証機関や産業界における認証の実態調査の結

果を第2回国際標準化推進戦略シンポジウムで報告し

た。 

・民間への移転を推進するため、7件の依頼試験及び国

際試験所間比較等4件の技能試験を適切に管理・実施

した。また、適合性評価に関わる諸活動について、所

内の取組み状況を調査し、16件について予算的支援を

行った。 

・標準化戦略会議での議論を踏まえて、新たな技術委員

会が立ち上げられたプリンテッドエレクトロニクス、

IT セキュリティ等5件（うち1件継続）の調査研究

（標準化戦略会議 FS 課題）を実施し、戦略的な取組

みを支援するとともに認証技術の確立や普及を目指し

たパイロット認証の試みとして、LED 照明の測光量

の測定等を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・性能・安全性評価のために必要な知的基盤として、信

頼性が明示された材料特性等のデータベースの整備、

供給を推進する。 
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【平成24年度計画】 

・信頼性（評価方法、不確かさ、出典等）が明示された

材料特性等のデータベースの整備、供給を行う。 

・ユーザーの利便性向上を図るため、材料系データベー

ス、人体系データベースの統合化方針を検討する。 

【平成24年度実績】 

・信頼性が明示された材料特性等のデータベースとして、

有機化合物のスペクトルデータベース（SDBS）、分

散型熱物性データベースのデータ更新等の整備とユー

ザへのデータ供給を行った。これらを含めた、研究情

報公開データベース全体には、国内外から約7,000万

件のアクセスがあった。 

・ユーザーの利便性向上を図るため、材料系、ライフ系

（人体系）等について統合化の方針を検討し、地質系

を加えた3データバンクについて統合化の作業を開始

するとともに、クラウド化を推進した。 

 

（３）研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの

展開 

【第3期中期計画】 

・我が国の産業競争力の向上のため、標準化が求められ

る技術については、その研究開発の開始に際して、あ

らかじめ標準化することを前提として計画的に実施す

るなど、国際及び国内標準化を重視した取組を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・標準化戦略会議で議論される国際標準活動の大枠の方

針に関する議論に基づき、産業界や社会的ニーズ、行

政からの要請に対応する「標準基盤研究」を推進する。 

・日本工業標準調査会（JISC）、国際標準化機構

（ISO）、国際電気標準会議（IEC）及び国際フォー

ラムなどに積極的に参画し、産総研のノウハウ、デー

タベース等研究成果を活用した標準化に取組み、国内

及び国際標準獲得を支援する。 

【平成24年度実績】 

・標準基盤研究28件を実施し、産業界や社会的ニーズ、

行政からの要請に対応した国際標準、国内標準の作成

に貢献した。 

・産総研の成果を基にした JIS、ISO 等の規格案をとり

まとめ、国内外の標準化機関へ34件（国際標準15、国

内標準19）の提案等を行い、積極的な規格化を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノテクノロジー分野の国際標準化活動を主導するた

め、ISO/TC229ナノテクノロジー国内審議団体を引き

受け、国内審議委員会の運営、ISO/TC229総会へ代表

団派遣等を実施する。 

・標準物質の国際標準化活動を主導するため、

ISO/REMCO 国内審議団体を引き受け、国内審議委

員会の運営等を実施する。 

【平成24年度実績】 

・ISO/TC229ナノテクノロジー審議団体として、3回の

本委員会と用語・命名法、計量・計測、環境・安全、

材料規格の分科会を計10回開催するとともに、6月イ

タリア、3月メキシコでの TC229会合及び総会に日本

代表団を派遣し、日本から提案しているテストマテリ

アル等の議論を行った。国内審議委員会事務局として

産業界、関係省庁等との調整も含め、円滑に委員会を

運営した。 

・ISO/REMCO（標準物質委員会）の国内審議団体とし

て、2回の委員会を開催するとともに、6月オーストリ

アの REMCO 総会に日本代表団を派遣し議論を行っ

た。国内審議委員会事務局として産業界、関係省庁等

との調整も含め、円滑に委員会を運営した。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研公式ホームページにおいて、研究成果に基づい

て制定された規格情報や国際標準化推進戦略シンポジ

ウムの情報等を発信する。英語で公開するコンテンツ

を検討し、国際的な情報発信を行う。 

【平成24年度実績】 

・産総研公式ホームページ内の国際標準化の推進に関す

るページについて、英語版ページの作成、日本語版ペ

ージのリニューアルを行うとともに、研究成果に基づ

いて制定された規格情報や国際標準化推進戦略シンポ

ジウムの情報等を発信した。また、「サイエンス・ス

クエアつくば」標準化コーナーを活用し、産総研の活

動として一体的にアピールした。 

 

【平成24年度計画】 

・所内研究者及び産業界の標準関係者に国際標準化活動

に理解を求め、協力体制の構築が円滑に行えるよう国

際標準化セミナーを行う。 

【平成24年度実績】 

・所内研修の一環として、国際標準化活動にかかる研修

（1回、国際標準化セミナーを兼ねる）を実施した。

また、平成24年7月につくばセンターにおいて、産業

界の標準化関係者に依頼して標準化戦略と知的財産戦

略の一体的推進をテーマとした国際標準化セミナーを

開催し、約80名の産総研研究者らが参加した。 

 

【平成24年度計画】 

・標準化活動に携わった者が所内外で適切に評価される

よう、所内の評価者への啓発活動や社会に向けた産総

研の標準化活動実績の PR、等を行う。 

【平成24年度実績】 

・標準化研究課題の進捗を所内外の関係者に周知して助

言を得るため、工業標準化研究開発進捗総覧の平成24

年版を発行、また、所内標準化関係者の一元管理の一

つとして平成24年版の国際標準化活動者一覧を発行し、
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貢献度を所内外にアピールすることによって、国際標

準化活動へのインセンティブを高める活動を行った。

また、標準化関係者の一元管理、標準化の体制強化な

どの活動に努めた結果、国際標準化貢献者表彰（産業

技術環境局長賞）を2名が受賞した。 

  

【第3期中期計画】 

・国際標準化を検討する国際会議への派遣等を前提とし

た、国際標準化活動における第3期中期目標期間終了

時までのエキスパート登録数は、100名以上を目標と

する。 

 

【平成24年度計画】 

・国際会議における議長、幹事、コンビーナ及びエキス

パート（プロジェクトリーダを含む）を積極的に引き

受ける。また、産総研職員が国際標準化のリーダシッ

プを発揮する環境を強化するべく、国際会議参加への

支援を拡充する。 

【平成24年度実績】 

・国際会議における議長、幹事、コンビーナの引き受け

に関しては、のべ48名が国際役職者に就任し、のべ

179名のエキスパートを登録した。産総研職員が国際

標準化のリーダシップを発揮する環境を強化するべく、

国際会議参加旅費補助（22件実施）等の支援の拡充を

行った。また、進捗状況連絡会、研究ポテンシャル調

査など所内の標準化研究実施者に対するヒアリングの

機会を捉えて、国際標準策定におけるリーダーシップ

獲得のため、標準化機関における重要ポストの引き受

けを依頼した。 

 

【第3期中期計画】 

・バイオマス燃料の品質評価等の標準及び適合性評価技

術のアジア諸国での円滑な定着等、アジア諸国との研

究協力、標準化に向けた共同作業を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・東アジア・ASEAN 経済研究センター（ERIA）のエ

ネルギープロジェクト事業として、東アジア各国の研

究者と連携して、東アジアにおけるバイオ燃料の標準

化及びバイオマス利活用の持続性評価に関する規格・

ガイドラインの策定のための研究を行う。また、アジ

アの研究機関と共同研究で開発した標準を国際標準と

して展開するため、国際エネルギー機関（IEA）、グ

ローバル・バイオエネルギー・パートナーシップ 

（GBEP）等の活動への寄与を積極的に行う。 

【平成24年度実績】 

・ERIA WG 会合等に参加して、研究交流促進に貢献し

た。また、バイオマス・アジアワークショップなどの

国際ワークショップの企画運営に携わり、バイオ燃料

の標準化及びバイオマス利活用の持続性評価に関する

規格・ガイドラインの策定のための研究を行った。

IEA の自動車燃料標準化に関しては、意見交換を行

うなど、バイオマスエネルギー研究促進に向けて貢献

した。 

  

【第3期中期計画】 

・国際標準化を計画的に推進することにより産総研の成

果を基とした国内提案も含めた標準化の第3期中期目

標期間中の素案作成数は、100件以上、うちアジア諸

国との共同で15件以上を目標とする。 

 

【平成24年度計画】 

・我が国の標準化活動を促進するため、欧米諸国並の連

携・体制をアジア諸国と構築するための諸協力を実施

する。 

・基準認証イノベーション技術研究組合アジア基準認証

推進事業を技術的にリードすると共に、組合事業の拡

大にあわせて産総研の技術力を活かした国際標準化に

向けた技術的サポートを実施する。 

・規格素案作成のため、経済産業省「国際標準共同研究

開発事業」など標準化推進事業の受託研究拡大を図る。

また、日米国際標準推進化受託事業については、3年

目の中間評価およびワークショップを開催する。 

【平成24年度実績】 

・アジア諸国との共同規格提案を目指して、候補案件の

フォローアップを実施した。 

・基準認証イノベーション技術研究組合に参画し、産総

研施設の提供による研究開発支援及び組合関連委員会

への委員登録によりアジア基準認証推進事業への技術

的サポートを行った。 

・関連する業界団体等と連携し標準化関連委託事業を15

件実施した。また、日米政府エネルギー・環境協力合

意に基づく米国国立標準技術研究所（NIST）との標

準化協力受託事業について、9月に国際ワークショッ

プを開催するとともに、3年目の中間評価に対応した。 

 

４．「知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

（１）産学官が結集して行う研究開発の推進 

【第3期中期計画】 

・産総研のインフラをコアにして、産業界、大学及び公

的研究機関の多様な人材や研究施設等を集約した最先

端のナノテク拠点を構築し、既存電子デバイスの基本

的限界を打破し、微細化や低消費電力化をもたらす高

性能、高機能なナノスケールの電子、光デバイスの開

発を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・前年度までに整備した実証評価ラインの試作品質維持

に努めるとともに、民間事業者への施設貸与に対応し

て、施設の高度化と信頼性の向上を図る。その一環と
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して産学官連携を促進する場である、新棟（世界的産

学官連携研究センター（仮称））の整備を進める。こ

れらの取り組みを通じて、拠点ユーザの要請に柔軟に

応じるとともに、共同研究の拡大を図る。 

【平成24年度実績】 

・実証評価ラインの施設改修・能力増強を行い、施設運

転の安定化に努めた。新たに単層 CNT 量産実証プラ

ントの施設貸与を行った。ユーザの要請に応えてスー

パークリーンルーム（SCR）施設の休日稼働を開始

した。つくば西-7E 棟（TIA 連携棟）が竣工し、そ

れを活用するための制度見直しを行った。また共同研

究の拡大の面では、産総研が発起人となり、ビジネス

レイヤーの異なる企業16社と共につくばパワーエレク

トロニクスコンステレーション（TPEC）を平成24年

4月27日に設立した。 

 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電では我が国唯一の一次基準太陽電池セルの

校正機関としての知見を生かし、大規模フィールドテ

ストや屋外評価技術等の拠点化を行い、実用化に必要

な研究開発を加速する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、コンソーシアム形式による民

間企業等との共同研究により、新規部材を太陽電池パ

ネルに適用し、当該部材の有効性を検証する。長期に

わたり屋外で曝露された太陽電池パネルの劣化要因を

破壊・非破壊の各種分析法を用いて解析するとともに、

劣化状況の可視化や劣化要因の明確化が可能なテスト

モジュールを開発する。これらの知見をもとに、屋外

曝露時の劣化要因を整理し、屋外曝露で発現する劣化

を再現可能な加速試験法や試験時間の短縮に資する加

速試験法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・新規裏面材を用いたテストモジュールを試作し、劣化

機構を解析した結果、モジュールの特性劣化を支配す

るのは、封止材の加水分解で発生する酢酸の滞留量で

あることを見出した。この結果により、モジュールの

信頼性向上に資する部材の設計指針が明確化された。

封止材にアイオノマーを用いることで、市場で大きな

問題となっている電圧誘起劣化を解消できることを示

した。また、カバーガラスをアクリル樹脂で代替する

ことにより、設置コストの大幅低減に資する軽量モジ

ュールを実現した。 

 

【第3期中期計画】 

・革新的な電池材料や評価技術の開発を行うための拠点

を、材料分野において世界的なシェアを有する国内複

数企業を結集し、構築する。 

【平成24年度計画】 

・策定されたリチウムイオン電池標準構成モデル5種の

ラミネート型セルに関して、標準の電極製造方法及び

電池製造方法、電池特性、共通評価が可能な標準評価

方法からなる評価基準書一次版を作成する。 

【平成24年度実績】 

・5種類の電池標準構成モデルのラミネート型セルに関

して、電極製造工程の見直しで塗工量精度が向上でき、

また、電池仕上げ工程の見直しで保存特性の改善を図

ることができた。それらのモデルセルに関して電池特

性、共通評価が可能な標準評価方法を見直すとともに、

定置用用途での電池特性評価方法を加えた、評価基準

書一次版を作成した。 

  

【第3期中期計画】 

・生活支援ロボットでは世界初となるロボットの新しい

安全基準を構築し、実証試験を行うための拠点を構築

する。 

 

【平成24年度計画】 

・ロボットのタイプ別のシミュレーションを通じたリス

クアセスメント手法開発におけるシミュレーション要

素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

ロボットの機能安全の認証方法について継続して関係

各機関と協議して国際標準化提案につなげる。リスク

アセスメントの要件定義をモデルベースで実施可能な

ツールの開発を行う。高信頼ソフトウェアツールチェ

ーンを実ロボット開発プロセスに適用して評価し、改

良を行う。認証手法、および概念の抽象化を進めメタ

モデルを定義して汎用的な標準化提案につながる開発

を実施する。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、

計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO 国

内対策委員会で採択された。 

 

【第3期中期計画】 

・施設や設備の外部利用を促進することで効率的に成果

を生み出す制度を構築する。共同研究時の知的財産の

保有に関して、技術移転、製品化等を促進するための

ル－ル作り等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、産総研の研究施設・設備を有効活用するこ

とにより、産業界との研究開発を推進するとともに、

産総研の研究成果を円滑に事業化するための取り組み

を行う。産総研として取得し管理すべき知的財産権に

関する方針の周知・徹底を図り、戦略的、効率的な知
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的財産権の取得、管理、活用を図る。 

【平成24年度実績】 

・産総研の研究成果物等を円滑に事業化するため、産総

研の研究施設等を民間企業等に貸与し、「遺伝子組換

えイヌインターフェロンα発現イチゴの生産・調整及

びそれを原料とする動物用医薬品の製造（平成23年度

4月～）」を継続するとともに、新たに「単結晶ダイヤ

モンドの供給（平成24年4月～）」及び「スーパーグロ

ース法による単層 CNT 試験サンプルの配布（平成24

年11月～）」の2事業を開始した。 

・6分野の研究企画室との意見交換を行うなど、産総研

として取得し管理すべき知的財産権に関する方針（産

総研知的財産ポリシー）について周知・徹底を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・省庁間の壁を超えて、我が国の研究開発能力を結集し

た研究成果の実用化・製品化の取組における中核的な

結節点としての機能の発揮について積極的に検討する。

その際、国費により研究開発を行っている研究開発独

立行政法人などとの連携を図ることにより、国費によ

る研究開発のより効果的な研究開発体制構築や成果の

実用化や製品化に向けた取組の強化をも目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研、筑波大学、物質材料研究機構、高エネルギー

加速器研究機構と経団連の5者による TIA-nano 拠点

運営体制を強化し、組織を越えた研究、教育両面に亘

る統合的な研究拠点の構築を目指す。 

【平成24年度実績】 

・材料基盤研究プログラム TIA ナノグリーンが物質・

材料研究機構（NIMS）を中核に民間企業と産総研、

筑波大学を加え発足、TIA-nano パワーエレクトロニ

クス研究拠点に参画する企業によるパワーエレクトロ

ニクス寄附講座を筑波大学に設置（平成25年4月開講）、

等の組織を越えた研究、教育両面に亘る研究拠点構築

活動を行った。上記活動に対応して産総研は TIA-
nano 拠点を活用した学生等の人材育成を進めるため

のインターンシップ制度を整備した。 

 

【第3期中期計画】 

・これにより、産総研の「人」又は産総研という「場」

を活用する形で実施される外部資金による研究規模が、

第3期中期目標期間終了時までに産総研運営費交付金

の50%以上となることを目指す。 

【平成24年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用した共同

研究、受託研究、技術研究組合参画研究及び技術研修

等を推進し、外部資金による研究規模の拡大に努める。

また、産総研のリソースを利用した研究がより容易に

且つ柔軟に行われるよう、引き続き、共同研究、受託

研究並びに技術研修制度等の連携制度の見直しを進め

る。 

【平成24年度実績】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用して20の

技術研究組合に参画し、17の技術研究組合の主たる研

究拠点を産総研内に設置して集中研究を実施した。 

・技術研究組合事業の実施に関わる所内手続きや相手機

関との覚書の雛形を定めた技術研究組合事業実施要領

を制定した。 

・大型共同研究の創出のため、産総研をハブとして複数

企業等がコンソーシアムを形成して行う、資金提供型

共同研究を、新たに「イノベーションコンソーシアム

型共同研究」として制度上、位置づけ、その活用促進

等をサポートする体制を構築した。 

・企業との大型共同研究の立ち上げにおいて、ボトルネ

ックとなっている技術的課題等を企業と協力して特定

し、それをフィージビリティスタディにより解決する

ことにより、速やかな大型共同研究の創出を図る「資

金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事業）」

の試行を行った（フィージビリティスタディ11テーマ

を実施）。 

・この結果、産総研の「人」や「場」等を活用した外部

資金による研究規模は、運営費交付金の59.2％となっ

た。 

 

【第3期中期計画】 

・世界トップに立つ研究機関を目指すべく、年間論文総

数で5,000報以上を目指すとともに、論文の被引用数

における世界ランキングにおける順位の維持向上を図

る。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研の研究成果を社会へ還元するため、また、国際

的な研究機関としての成果発信水準を確保するために、

産総研全体の論文発信量については、年間論文総数で

5,000報以上を目指す。 

【平成24年度実績】 

・論文数は3,857報であった。論文の被引用数における

世界ランキングは総合150位で昨年度の146位より低下

した。 

 

（２）戦略的分野における国際協力の推進 

【第3期中期計画】 

・世界各国の研究情勢の把握と有力研究機関との有機的

連携に基づき、効率的かつ効果的に研究開発を実施す

るとともに、国際的研究競争力強化のための研究者海

外派遣、研究者招へいによる人材交流を促進する。 

 

【平成24年度計画】 

・包括研究協力覚書および個別研究協力覚書により連携
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している海外の研究機関との人材交流や共同研究など

を推進する。 

【平成24年度実績】 

・海外研究機関と、包括研究協力覚書の新規契約4件、

更新契約3件、個別研究協力覚書の新規契約5件、更新

契約2件、合計14件の覚書を締結した。これらの締結

により、締結先機関の研究ポテンシャル、研究ニーズ

等についての情報が網羅的に入手可能となり、共同研

究や人材交流等のマッチングに組織的に取組むことを

可能とした。 

 

【平成24年度計画】 

・オープンイノベーションハブ機能を強化し、将来的に

は産総研を中心とした多国間の連携によるネットワー

ク構築を目指すための第一歩として、国際的人材交流

を推進する。そのために、産総研フェローシップ制度

を中核に、外部資金等を活用して、研究者の海外研究

機関への派遣及び海外の連携研究機関からの研究者招

へいを実施する。 

・平成24年度から国際競争力を有する人材養成とグロー

バルネットワークの形成のため、「若手研究員の初期

研修プログラム」に基づく在外研究を試行する。また、

平成23年度から実施した「優秀若手研究者受入事業」

を継続的に実施し、産総研と相手方機関との強固な連

携を形成する。 

【平成24年度実績】 

・運営費交付金や外部資金を活用して、海外研究機関へ

の派遣及び、海外研究機関からの研究者招へいを実施

し、国際連携の強化に努めた。以下に具体的な実績を

示す。 

1) 運営費交付金 

 産総研フェローシップ派遣（長期海外派遣事業）に

より10名を採択。 

 産総研フェローシップ派遣（短中期派遣事業）によ

り12名を採択。 

 産総研フェローシップ招へい事業により12名を採択。 

2) 外部予算等 

 産総研フェローシップ-低炭素社会実現に向けた技

術開発－（JSPS 機関補助事業）により23名を採択。 

 日本学術振興会が実施している海外特別研究員に2

名、特定国派遣に2名採択された。 

 日本学術振興会が実施している外国人特別研究員

（一般）に8名、外国人特別研究員（欧米短期）に3名、

外国人招へい研究者(長期）に2名、外国人招へい研究

者(短期）に5名採択された。 

 JICA 研修により2名、JSPS サマー・プログラムに

より3名、ウィンターインスティテュートにより１名

採択された。 

・平成24年度から施行された「若手研究員の初期研修プ

ログラム」と、国際部で実施している産総研フェロー

シップ派遣事業の有機的な連携により、研究者の派遣

を促進させた。また「優秀若手研究者受入事業」によ

り、中国科学院から1名の研究者を受入れ、さらに中

国科学院とは平成24年6月に包括研究協力覚書を締結

する等、組織的連携強化を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・国際的人材交流の促進策として、派遣する研究者及び

招へいする外国人研究者並びにそのホスト研究者の支

援を推進する。派遣する研究者に対しては、現地での

各種契約書及び研究成果の取り扱い等、海外滞在中の

研究活動及び生活の支援を強化する。招へいする研究

者に対しては、平成23年度に初めて開催した「インタ

ーナショナル・フォーラム」を引き続き開催する。 

【平成24年度実績】 

・派遣者支援のため、海外出張の所内手続きマニュアル

を関係部署と共に作成し、イントラネットへの掲載、

所内職員への周知を行った。また、今までに長期間在

外研究を行った研究者から、現地での生活情報を収集

し、同じ国に派遣される研究者にその情報の提供を行

った。外国人研究者支援のため、第2回産総研インタ

ーナショナルフォーラムや、産総研中国籍研究者交流

会を開催し、外国人研究者のネットワーク構築を促進

させた。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研の国際プレゼンス向上と日本の科学技術外交に

貢献するため、引き続き、経済産業省、内閣府、外務

省、各国公的研究機関及び大使館等との積極的連携を

図る。例えば、経済産業省が主導する日米研究協力事

業をさらに推進するなど、産総研の研究活動の積極的

なアピールを実施する。 

【平成24年度実績】 

・科学技術外交ネットワーク拡大4府省連絡会議に経済

産業省とともに1回参画し、産総研の国際会議の開催

や海外往来訪の実績について報告を行った。会議に参

加した内閣府、外務省とも情報共有・意見交換を行っ

たことにより産総研の国際プレゼンスを高め、科学技

術外交に貢献した。H24年度の各国公的研究機関、大

使館等からの往来訪実績は118件（41ヶ国・地域）で

あった。 

・9月に外部向けの日米クリーン・エネルギー技術協力

事業の中間成果報告会を経済産業省と共催した。各実

施研究テーマの概要・現状・目標および目標実現に向

けたアプローチについて報告した。当該事業の今後の

研究計画と成果を再確認し、研究加速を推進すること

ができた。また、第1回世界研究機関長会議の運営に

参画し、12ヶ国から16機関の長を集め、研究機関の国

際連携などについて、意見交換を行った。STS フォ

ーラムにおいて、会議での議論の概要を参加機関を代
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表して報告するなど、日本を代表する研究機関として

の産総研のプレゼンスを示した。 

 

【第3期中期計画】 

・特に、低炭素社会実現のため、クリーン・エネルギー

技術分野で再生可能エネルギー研究所をはじめとする

米国国立研究所と密接に連携し、燃料電池、バイオマ

ス燃料等再生可能エネルギー関連技術、省エネルギー

材料、デバイス技術等に関する共同研究、研究者の派

遣及び受入れ、ワークショップの開催等による新たな

研究テーマの発掘などの協力を拡大、加速する。 

 

【平成24年度計画】 

・米国エネルギー省傘下の研究所との連携を強化する取

組みとして、既に包括研究協力覚書を締結した5研究

所に加え、その他の研究所との包括研究協力覚書締結

も視野に置いた研究協力を引き続き実施する。 

・環境・エネルギー分野を中心とした日米研究協力事業

をさらに推進し、研究者の長期派遣等を通じて共同研

究の本格化を図る。日米研究者の相互訪問等による情

報交換を活発化し、当該事業を発展的に拡大していく。 

【平成24年度実績】 

・米国エネルギー省傘下の包括研究協力覚書を締結した

5研究所に加え、新たに2研究所（サバンナリバー国立

研究所（SRNL）およびオークリッジ国立研究所

（ORNL））と、包括研究協力覚書を締結した。 

・環境・エネルギー分野を中心とする研究テーマからな

る日米研究協力事業を実施した。研究テーマ数は平成

23年度の27件から3件の統合を行い、1件の FS を開始

して25件とした。事業の一環として延べ13名の研究者

を1ヶ月以上の長期に渡り、米国内の研究機関に派遣

し、現地での研究協力を推進した。併せて短期の日米

研究者の相互訪問を行った。 

・平成24年9月に日米クリーン・エネルギー技術協力事

業中間報告会を経済産業省で開催した。50名近い産総

研研究者および8社14名の企業の研究者が参加して、

25件の各研究テーマの成果報告と活発な意見交換を行

った。研究者が互いの研究の進捗を確認するとともに、

企業への積極的なアナウンスによって、将来的な技術

移転の足掛かりとすることができた。 

・平成24年12月および平成25年2月に、日米エネルギー

環境技術研究・標準化協力事業研究開発制度中間評価

検討会が行われ、日米間の連携関係を構築した点で、

高く評価された。 

【平成24年度計画】 

・引き続き、米国全土から学生を受け入れる産総研イン

ターシップを実施する等、米国国立科学財団

（NSF）との協働を強化する。また、日米研究協力

事業の対象分野である「低炭素社会に貢献するクリー

ンエネルギー技術」に関連する多くの学生に産総研イ

ンターンシップを周知する。研修修了者に対するフォ

ローアップ意見等を踏まえ、米国内での周知方法・内

容等について検討するとともに、研修修了者等のネッ

トワークを構築する。 

【平成24年度実績】 

・米国国立科学財団（NSF）の協力により、米国全土

に産総研インターンシップ事業の周知、公募を行った。

また、現在産総研で研修中の研修生を通じ、産総研の

研究者と、研修生が所属している大学の教授との間で、

継続的な連携に向けた検討が開始された。その一例と

して、産総研の受入研究者が大学の助教職の委嘱を受

けた。 

  

【第3期中期計画】 

・また、マレーシア標準工業研究所、タイ国家科学技術

開発庁、南アフリカ地質調査所、ブラジルリオデジャ

ネイロ連邦大学などのアジア・BRICs 諸国等の代表

的研究機関との相互互恵的パートナーシップにより、

バイオマス利活用、クリーンコール技術、医工学技術、

環境浄化技術、レアメタル資源評価等を中心に現地に

おける実証、性能評価を含む研究協力を推進し、アジ

ア・BRICs 諸国等における課題解決に貢献する。 

 

【平成24年度計画】 

・世界の成長センターとなっているアジア諸国の公的機

関との相互互恵的パートナーシップを継続的に強化す

る。 

・ベトナムにおいては、経済産業省の資源政策、インフ

ラ輸出政策の観点から、連携を強化、発展させていく。

特に、活断層リスク評価・地層処分適性箇所評価及び

メタル資源確保の観点から、ベトナム科学技術院

（VAST）を中心として連携を図る。 

【平成24年度実績】 

・アジアの成長センターとなっているタイ、ベトナム、

インドネシアなどの公的研究機関との相互訪問や情報

交換により、研究連携を継続・強化させた。 

・ベトナム科学技術院（VAST)とは、環境エネルギー

分野を中心としたワークショップをハノイで共同開催

し、産総研のプレゼンスを大きく高めた。 

 

【平成24年度計画】 

・ タ イ に お い て は 、 タ イ 国 家 科 学 技術 開 発 庁

（NSTDA）及びタイ科学技術研究院（TISTR）と継

続して連携強化を図り、産総研のアジア展開における

相互互恵的パートナーシップの確立を推進する。 

【平成24年度実績】 

・タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）やタイ科学技術

研究所（TISTR）とはバイオディーゼル燃料に関す

る共同研究を5年計画で実施しており、連携が継続し、

相互協力を進めている。タイの研究機関や在タイ日系
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企業等を対象としたワークショップを主催し、タイ国

立計量研究所（NIMT）、NSTDA、TISTR との連携

の成果を示し、タイにおける産総研のプレゼンスの向

上に努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・韓国の研究機関の科学技術の動向を把握し、競合と連

携とが両立するよう留意しつつ、研究者交流を推進す

る。 

【平成24年度実績】 

・韓国産業技術研究会（ISTK）等が主催するナノテク

分野での日韓ワークショップにおいて、産総研の技術

を紹介し、交流を促進した。 

 

【平成24年度計画】 

・マレーシアにおいては、マレーシア標準・工業研究所

（SIRIM）と、バイオマスの利活用の持続性評価、

標準化研究、計測標準の分野を中心に、マテリアル分

野を含む研究協力を引き続き推進する。 

【平成24年度実績】 

・平成24年12月に開催したバイオマス・アジアワークシ

ョップでは、マレーシアプトラ大学およびペトロナス

工科大学から講師を招き、バイオマス利用のための持

続可能性評価と環境技術およびバイオ燃料の標準化と

工業化についての講演会を行った。ワークショップを

通じて情報共有・意見交換を行い、研究協力の促進を

図った。 

 

【平成24年度計画】 

・中国においては、平成23年度の調査をもとに、具体的

協力案件を中国科学院（CAS）に提示し、包括研究

協力覚書における研究テーマの充実化を図る。あわせ

て、共同シンポジウム開催、理事長の訪中を行う。ま

た、「優秀若手研究者受入事業」も活用し、CAS との

継続的な連携強化を図る。 

【平成24年度実績】 

・包括研究協力覚書を、中国科学院（CAS）は更新、

上海交通大学は新規締結した。引き続き、具体的協力

案件の発掘、フォローを行った。CAS との連携ワー

クショップ（北京）を開催、上海交通大学との

MEMS 関係シンポジウムに協力した。産総研に在籍

する中国研究者の連携を深めるため、交流行事を行っ

た。 

 

【平成24年度計画】 

・南アフリカにおいては、地質調査所（CGS）とのレ

アメタル資源探査の協力協定を見直し、その新協定に

基づきレアアース資源ポテンシャル評価等の研究協力

を推進する。科学産業技術研究所（CSIR）とは、南

アフリカの高灰分石炭の有効利用を目指したクリーン

コール技術の研究協力をさらに推進する。 

【平成24年度実績】 

・南アフリカについては、地質調査所（CGS）とのレ

アメタル等の資源探査を実施し、レアアース資源ポテ

ンシャル評価等の研究協力を推進した。CSIR とは、

石炭クリーン技術にとどまらず、水素エネルギー、レ

ーザー科学、天然物の利活用技術等の分野で交流を強

化することで合意した。 

 

【平成24年度計画】 

・ブラジルにおいては、リオデジャネイロ連邦大学

（UFRJ）との JICA-JST「地球規模課題対応国際科

学技術協力（SATREPS）」事業で建設される現地で

のプラントを活用して、引き続きバイオエタノール製

造技術に関する研究協力を推進する。 

【平成24年度実績】 

・リオデジャネイロ連邦大学（UFRJ）との SATREPS
事業については、現地でのプラント工事の遅滞により、

産総研における学生受入の形で支援を行った。 

・ブラジルにおける資源探査を促進するため、ブラジル

鉱産局（DNPM）と個別 MOU を平成24年12月に締

結した。 

  

【第3期中期計画】 

・さらに、仏国立科学研究センター、ノルウェー産業科

学技術研究所など欧州の先進研究機関とロボティクス、

環境・エネルギー技術、製造技術等での連携、その他

新興国等も含む協力を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、包括研究協力覚書を締結して

いる機関との共同研究及び人材交流に努める。また、

FP7において産総研が参加するプロジェクト数の拡大

等を図る。 

【平成24年度実績】 

・包括研究協力覚書を締結している機関とは連携を密に

し、双方の研究者のマッチングの促進に努めた。FP7
の Concert/Japan Joint Call（FP7/JST）では産総

研から9件（我が国全体で90件）の提案を行った。ノ

ルウェー工科大学や SINTEF Energy Research 等と

の共同提案については、研究テーマの調整、メンバー

構成の提案など、連携スキームの構築にも参画した。 

 

【平成24年度計画】 

・欧州で重要なパートナーであるフランス CNRS とは、

引き続き、ロボティクスのジョイントラボ、環境触媒

の共同研究をさらに進めるほか、グリーンイノベーシ

ョン、ライフイノベーション関連研究分野での連携を

さらに探索する。 

【平成24年度実績】 
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・国立科学研究センター（CNRS）とは、ロボット工学

連携研究体（JRL）の更新、大気及び水圏環境の持続

的保全のための環境触媒技術（ECSAW II）運営会議

のつくば開催など、連携強化に努めた。グルノーブル

で開催されたハイレベルフォーラムに参加し、産総研

のイノベーション戦略や実例を紹介した。地質分野と

連携して、フランス大使館と「地熱エネルギーセミナ

ー」を企画・運営した。 

 

【平成24年度計画】 

・ノルウェーにおいては、ノルウェー科学技術大学

（NTNU）、産業科学技術研究所（SINTEF）及びエ

ネルギー技術研究所（IFE）と、環境・エネルギー分

野やナノテクノロジー・材料・製造分野での人材交流

を含めた研究協力を推進する。 

・フィンランドにおいては、フィンランド技術研究セン

ター（VTT）と、ものづくり分野等での研究連携を

発展させ、同センターとの FP7への参加の検討を進

める。 

・ドイツにおいては、平成23年度のドイツ・ヘルムホル

ツ協会とのトップによる意見交換を踏まえて、同協会

のメンバー研究センターとの研究協力をさらに推進す

る。また、フラウンホーファー研究機構、マックス・

プランク協会とは、研究協力覚書締結を視野に入れて

連携強化を図る。 

【平成24年度実績】 

・ノルウェーについては、平成24年5月にノルウェー科

学 技 術 大 学 （ NTNU ）、 産 業 科 学 技 術 研 究 所

（SINTEF）Energy Research、エネルギー技術研究

所（IFE）、産総研でミニワークショップをつくばで

開催した。ノルウェー大使館で開催されたエネルギー

セミナーでも研究連携を強化した。9月には、トロン

ハイムで開催された KIFEE（Kyoto International 
Forum for Environment and Energy）ワークショッ

プに参加し、エネルギー、材料、ライフサイエンスの

各分野で連携を強化した。この結果、Concert/Japan 
Joint Call への応募につながった。この他、

Concert/Japan Joint Call では水素エネルギー貯蔵に

関する提案が産総研－複数のノルウェー研究機関でな

された。 

・フィンランドにおいては、フィンランド技術研究セン

ター（VTT）と、ものづくり分野等での研究連携に

向けて情報交換を行った。 

・ドイツについては、平成24年7月にフラウンホーファ

ー研究機構と包括研究協力覚書を締結し、高分子アク

チュエーター等の分野で研究連携を促進することで合

意した。ヘルムホルツ協会とマックス・プランク協会

については、主に人的な交流を通じて連携強化を図っ

た。 

  

【第3期中期計画】 

・以上の実現のため、第3期中期目標期間中において包

括研究協力覚書機関との研究ワークショップ等を計50

回以上開催する。 

 

【平成24年度計画】 

・包括研究協力覚書締結機関との間において、包括的な

ワークショップにとどまらず、特定分野でのワークシ

ョップ等を積極的に開催する。なお、合計で10回以上

のワークショップ等の開催を目指す。 

【平成24年度実績】 

・産総研初の海外単独主催となるワークショップ「産総

研イノベーション・ワークショップ in タイ」をバン

コクで開催し、タイ国家科学技術開発庁（NSTDA）、

科 学 技 術 研 究 院 （ TISTR ）、 国 立 計 量 研 究 所

（NIMT）と連携しつつ、計量標準やグリーンイノベ

ーションに関する研究協力について、具体的な事例紹

介やディスカッションを行った。また、インドネシア、

オーストラリアなどの研究機関が参加する、バイオマ

スに関する国際シンポジウムを東京で2回実施した。

さらに日米クリーン・エネルギー技術協力ワークショ

ップを米国 NREL にて開催した。この他、中国、台

湾、韓国、ベトナム、ノルウェーにおいて、8回のワ

ークショップを、日本国内において5回の国際ワーク

ショップを開催した。以上、合計17回の国際ワークシ

ョップ等を開催し、関係各国との国際連携をさらに進

展させた。 

 

（３）若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交

流推進 

【第3期中期計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいて、本格研究に

関する講義、研究実践のためのツールを用いた研修、

産総研と関連のある企業での OJT 等を通じて、基礎

的研究を製品化まで橋渡しできるイノベーティブな博

士研究者等を育成し、社会に輩出する。また、専門技

術者育成事業、連携大学院制度等により、我が国の産

業技術の向上に資することができる人材を輩出する。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、引き続き

第6期生を受け入れて育成を行うとともに、研修プロ

グラムの更なる充実を図る。専門技術者育成事業につ

いては、前年度終了時点までの育成者の就業状況等を

分析して成果の有効性を判断し、事業継続の要否も含

めた見直しを行う。 

【平成24年度実績】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、第6期生

ポスドク22名を受け入れて、本格研究に関する講義・

演習、研究現場での本格研究実践（産総研 OJT）、企



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1033) 

業での OJT、公開講座や企業との交流会の実施等に

より、育成を行った。また研修プログラムの更なる充

実のため、講義・演習のフレームワーク策定、効果的

な企業 OJT 実施のための覚書の論点整理などを行っ

た。 

・専門技術者育成事業については、平成23年度末までに

育成期間を終了した対象者は173名で、のべ380の資格

を取得し、大学や研究所への就業率はほぼ6割に達し

た。高い技術レベルを持った専門技術者を育成すると

いう当初目的にそった成果が得られたため本事業は平

成24年度をもって終了する。 

 

【第3期中期計画】 

・イノベーションスクールについては、ノウハウを社会

に広く普及するため、大学等のポスドクや博士課程の

学生を受け入れるなど、他機関とも連携して博士研究

者の育成を行っていく。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、継続して

博士課程大学院生の育成を行う。またイノベーション

スクールのノウハウ普及のため、他機関との連携手法

の検討を行うとともに、成果発表に努める。 

【平成24年度実績】 

・産総研イノベーションスクールにおいては、引き続き

連携大学院制度等により、博士課程大学院生11名を受

け入れて育成を行った。また、博士人材枠組み研究へ

の協力（東大）、企業交流会の共同開催（筑波大）、カ

リキュラム連携の検討と講師派遣（北大）、インター

ンシップ情報提供（経済産業省、COCN）などによ

り、大学・企業等との連携活動と成果発表を行い、イ

ノベーションスクールに関するノウハウの普及に努め

た。 

 

【第3期中期計画】 

・外部研究員の受け入れ及び産総研研究員の外部派遣な

どにより、研究水準の向上及び研究成果の産業界への

円滑な移転等を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・共同研究制度、外来研究員制度、技術研究組合制度及

び技術研修等の制度を活用した外部人材の受入を推進

し、産業界及び学生等の研究水準の向上と研究成果の

効率的な移転に努める。また、連携大学院制度、委員

の委嘱、産総研コンソーシアム制度及び兼業制度を活

用した民間企業、大学との交流の実施に加え、包括協

定を締結した相手方等とも更なる人材の相互交流を促

進し、協力関係の強化と成果移転に繋げる。 

【平成24年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（2034名）、外来研究員（1205

名）、技術研修員（1469名）、技術研究組合のパートナ

ー研究員（609名）等の外部人材を積極的に受入れ、

研究水準を向上させるとともに、産業界及び学生等に

対する研究成果の移転を推進した。また、委員委嘱

（3571名）、役員兼業（29名）等の制度の活用に加え、

新規の連携大学院協定の締結を行い、連携大学院制度

に基づく教員委嘱（344名）などにより、大学等への

人材供給を推進した。さらに、産総研コンソーシアム

によるシンポジウムの開催や包括協定を締結した相手

方との合同シンポジウム開催により、人材交流の促進、

協力関係の強化を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間終了時までに、民間企業、大学等

への人材供給や外部からの受け入れ5,000名以上を目

指す。 

 

【平成24年度計画】 

・技術研修制度、外来研究員制度、人材移籍型共同研究

制度、等による人材受入や、技術研究組合との連携に

よる人材供給、人材受入等、民間企業、大学等外部と

の人材交流を推進する。また、委員の委嘱制度、依

頼・受託出張制度による外部機関への協力及び兼業制

度を活用した民間企業、大学との人材交流の推進を図

る。あわせて、人材交流の推進につながる方策も引き

続き検討する。 

【平成24年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（2034名）、外来研究員（1205

名）、技術研修員（1469名）、技術研究組合のパートナ

ー研究員（609名）等の外部人材を積極的に受入れ、

研究水準を向上させるとともに、産業界及び学生等に

対する研究成果の移転を推進した。また、委員委嘱

（3571名）、役員兼業（29名）等の制度の活用に加え、

新規の連携大学院協定の締結を行い、連携大学院制度

に基づく教員委嘱（344名）などにより、大学等への

人材供給を推進した。これらの制度の活用により、外

部との人材交流は5978名となった。 

 

５．研究開発成果の社会への普及 

（１）知的財産の重点的な取得と企業への移転 

【第3期中期計画】 

・産総研の技術を有効に社会普及させるために、産総研

として取得し管理すべき知的財産権に関する方針を平

成22年度中に策定し、コアとなる技術に加え、その周

辺技術や応用技術についても戦略的に特許を取得する

ことで効果的に技術移転を行う。また、成果の民間等

への移転のために外部の技術移転機関（TLO）を活

用していたが、第3期中期計画開始に合わせて産総研

内部に技術移転機能を取り込むことで関連部署との連

携を強化し、より効果的に技術移転を行うことのでき
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る体制を構築する。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研の技術の社会普及を促進するため、産総研とし

て取得し管理すべき知的財産権に関する方針の周知・

徹底を図るとともに、成果普及に向けた戦略的、効率

的な知的財産権の取得、管理、活用を図る。また、出

願戦略シートの本格運用の開始、総合企画室イノベー

ション推進担当者間の連携をさらなる強化等を通じて、

効果的に技術移転を進める。 

【平成24年度実績】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針（産総研知的財産ポリシー）について研究ユニット

への周知・徹底を図ると共に、特許出願プレビュー

（12回開催）及び特許審査委員会（16回開催）を開催

し、戦略的、効果的な知的財産権の取得、管理及び活

用に努めた。また、出願戦略シートの運用についても、

これまでの試行結果を踏まえ、研究ユニットとイノベ

ーションコーディネータ等連携推進担当者間の連携の

あり方や確認項目の見直しなど、出願戦略シートの効

果的かつ効率的な運用のための検討を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・研究成果の社会還元を積極的に推進するため、成果移

転対価の受領方法を柔軟化することで、技術移転の一

層の推進を目指す。また、金銭以外の財産での受領の

際には、審査委員会等を設置し妥当性等を事前に審査

することで適切な運営に努める。 

 

【平成24年度計画】 

・産業界への技術移転を活性化するため、成果移転対価

の受領方法の柔軟化（金銭以外の財産による成果移転

対価の取得等）について、引き続きタスクフォースで

検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・タスクフォースでの検討を踏まえ、産総研技術移転ベ

ンチャー企業における金銭以外の株式・新株予約権等

での成果移転対価支払いに関するニーズ調査を基に検

討を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間終了時までに800件以上の実施契約

件数を目指す。 

【平成24年度計画】 

・イノベーション推進本部内で総合企画室イノベーショ

ン推進担当者間の連携をさらに強化するとともに、大

学や研究機関等の外部機関との連携を深め、効果的に

技術移転を進める。 

【平成24年度実績】 

・6分野の研究企画室とイノベーションコーディネータ、

技術移転マネージャー等との意見交換を行うなど、イ

ノベーション推進本部内での技術移転に関する連携体

制を強化するとともに、外部機関（筑波大学、物質・

材料研究機構、高エネルギー加速器研究機構等）と共

有知財の取扱、ライセンス活動方針等について意見交

換を行った。 

平成24年度の実施契約は882件（ランニング664件、一

時金218件）。 

 

（２）研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

【第3期中期計画】 

・競争力あるベンチャー創出のため、大学等他機関の研

究成果も積極的に活用し、加えて産総研のポテンシャ

ルをもって事業化を支援する取り組みを行う。また、

職員のベンチャー企業への兼業の促進及び共同研究の

推進等産総研との連携強化並びに外部のベンチャー支

援機関との緊密な連携を通じて、内外の研究成果を産

総研のベンチャー創出、育成及び支援を経て事業化す

る独自のモデルを構築し発展させる。 

 

【平成24年度計画】 

・イノベーションの創出に寄与することを目指し、引き

続き、研究成果のベンチャー事業化へむけた活動を実

施する。オープンイノベーションの観点から外部人材

の活用や外部の技術を産総研のポテンシャルをもって

事業化する取組も継続する。また、JST 等の外部機

関によるベンチャー創出プロジェクトへの応募につい

ても積極的に支援を行う。 

【平成24年度実績】 

・ベンチャー創出・支援研究事業3件を新たに開始した。

また、平成23年度からの継続課題として、ベンチャー

創出・支援研究事業2件、産総研カーブアウト事業

（外部人材の活用や外部の技術を産総研のポテンシャ

ルをもって事業化する取組）1件の着実な実施に努め、

いずれもベンチャー創業に至った。また、JST の A-
STEP、文部科学省の START（大学発新産業創出拠

点プロジェクト）、NEDO 等のベンチャー創出プロジ

ェクトの応募支援（3件）や採択課題の側面支援（1

件）を務めた。 

  

【平成24年度計画】 

・引き続き、事業化に向けた先行技術調査、特許調査、

市場調査や見本市・展示会出展等によるマーケティン

グ調査活動や積極的な PR 活動を行う。製品・サービ

ス開発の促進およびビジネスプランの策定・検証の高

度化を進め、より成功確率の高いベンチャー創出を目

指す。また、このような創出活動ができる人材の育成

や、創業に必要な知識の涵養に資するための研修を企

画、遂行する。 

【平成24年度実績】 
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・事業化に向けた先行技術調査3件、市場調査3件を実施

し、ビジネスプランの策定・検証に資した。また、広

報活動やマーケティング調査の一環として、5展示会

等へ出展し、想定顧客から得た反応を製品・サービス

開発に反映した。人材育成の面では、「研究成果の実

用化のための事業戦略研修」を1回実施し（6名参加）、

また例年開催している「ベンチャー創業に関心を有す

る職員向けアラカルトセミナー」を3回企画・実施し

た（第1回56名、第2回53名、第3回41名参加）。 

 

【平成24年度計画】 

・相談窓口対応を充実させることにより、産総研研究者

によるベンチャーの迅速かつ円滑化な創業を支援する。

会社設立のために必要となる業務のバックアップを行

うことにより、創業に関する支援の強化に努める。併

せて、創業したベンチャーに対し、ベンチャー技術移

転促進措置実施規程に基づき適切な審査を行い、技術

移転促進措置並びに称号付与を行う。 

【平成24年度実績】 

・ベンチャー創業前・創業後における各種課題等に対応

するため、相談窓口を設置し108件の相談対応を実施

した。 

・平成24年度は3社に対し、産総研技術移転ベンチャー

の称号を付与するとともに、知的財産権の独占的な実

施権の許諾、研究施設等の使用許可及びその使用料の

減額等の技術移転促進措置を実施した。これにより、

第1期中期目標期間から通算し、産総研技術移転ベン

チャーは115社となった。また、既存の産総研技術移

転ベンチャー14社の事業計画の見直し等に併せ、技術

移転促進措置の追加・解除を実施した。 

・平成24年度に産総研に新たに入居したベンチャー企業

3社、及び継続入居するベンチャー企業17社について、

研究施設等の賃貸借契約、外部人材受入等手続きのサ

ポートを実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研技術移転ベンチャーの経営状況や事業化の状況

等の把握、及び課題の解決を図るため、平成24年度も

事業実施状況ヒアリングを行う。また、平成23年度に

引き続き、当該課題解決等の一環として法務、経営、

税務、知的財産等の専門家と顧問契約を行うことによ

り、外部知見の活用を図る。 

 

【平成24年度実績】 

・産総研技術移転ベンチャー22社に事業実施状況ヒアリ

ング等を実施し、技術移転の状況、経営状況、及びベ

ンチャー支援への要望等を聴取し現状把握に努めた。 

・引き続き決算書等企業情報の調査を行い、55社から回

答を得た。1社 IPO し、産総研技術移転ベンチャーと

して初の事案である。 

・産総研技術移転ベンチャーからの相談案件に対応する

ため、法務・経営・財務・金融・販路開拓・特許等の

専門家と12件の請負契約を行い、169件の相談対応を

実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度も、産総研技術移転ベンチャーの相互の交

流の促進、企業間の協業、連携を図るためスタートア

ップスクラブを開催する。また、産業革新機構、中小

企業基盤整備機構等のベンチャー支援機関、ベンチャ

ーキャピタル等との連携を一層強化しベンチャー企業

の支援に繋げるとともに、産総研技術移転ベンチャー

と産総研との共同研究等連携上の問題点については、

引き続き、事例に応じた解決策を講ずることにより、

事業化の加速に貢献する。 

【平成24年度実績】 

・産総研技術移転ベンチャー間の交流促進およびアント

レプレナーシップ高揚の「場」とするため、スタート

アップスクラブの一環として「早稲田大・産総研ベン

チャーフォーラム」を6月29日に早稲田大学小野記念

講堂で開催し、132名の参加を得た。同会には、ベン

チャー企業、支援機関、インキュベーション施設、大

学、地方自治体等の関係者を招くことにより、産総研

技術移転ベンチャー間の連携促進のみならず、外部機

関とのネットワーク構築を図った。 

・中小企業基盤整備機構、ベンチャーキャピタル、産業

革新機構等外部機関との相互交流を含む連携のもと、

インキュベーション施設等の紹介、ベンチャーキャピ

タルや支援制度とのマッチング、並びに公的研究資金

獲得のための情報提供並びに獲得のための各種支援等

を実施した。 

・産総研技術移転ベンチャーと産総研との共同研究は、

利益相反上注意すべき点があるが、関係部署と個別案

件毎に対応することとした。平成24年度については、

該当がなかった。 

・神奈川サイエンスパーク（KSP）と連携して11月22

日に「協創マッチングフォーラム」を開催し、産総研

ベンチャーと既存企業とのビジネスマッチングの場を

提供した。 

・産業革新機構が毎月開催する VC 等支援機関とのマッ

チングの場に産総研技術移転ベンチャーと起業予定案

件の合わせて5社を推薦し、発表の機会を得た。 

  

【第3期中期計画】 

・また、ベンチャー企業からの収入を増加させるため、

成果移転の対価として金銭以外の財産での受領の可能

性を検討する。なお、その対価の受領にあたっては審

査委員会等を設置し妥当性等を事前に審査することで

適切な運営に努める。 
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【平成24年度計画】 

・ベンチャー企業からの収入を増加させる方法としての

成果移転の対価としての株式等の取得について、大学

等他機関における事例収集等に務めるとともに、引き

続き検討を継続する。また、整備後は産総研技術移転

ベンチャー等に対し、周知を図る等により制度の利用

を促進する。 

【平成24年度実績】 

・ベンチャー企業からの収入を増加させる方法としての

成果移転の対価としての株式等の取得について、産総

研技術移転ベンチャーに対するニーズ調査等を基に検

討を行った。 

  

（３）企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

【第3期中期計画】 

・報道機関等を通じた情報発信を積極的に実施するとと

もに、サイエンスカフェ、出前講座、実験教室等の国

民との対話型活動も充実させる。一般国民が手軽に産

総研を知ることができる有効な手段の一つであるホー

ムページの抜本的な改善を始め、広報誌、メールマガ

ジン等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的

な広報活動を推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研全体の発表素材の掘り起こしを行うため、関係

部署との連携を強化し、プレス発表件数の増加を目指

す。また、記者の理解増進のためわかりやすく平易な

文章で資料を作成する。 

【平成24年度実績】 

・各分野研究企画室と連携して研究内容の把握に努め、

産総研全体の発表素材の掘り起こしと調整を行った。

プレス発表件数は85件で、前年度（74件）より増加し

た。発表資料については、発表者ならびに所内査読担

当者と連携して、平易な文章で作成するよう努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・マスメディアの関心を集める情報素材を幅広く収集し

て、記者との意見交換会などで、つくばセンターはも

とより、地域センターにおいても提供する。また、取

材対応は、取材の目的を適確に把握したうえで、迅速

かつ丁寧に対応する。これらにより、産総研の活動が

報道される機会を増やすことに努める。 

また、再生可能エネルギー利用技術など環境・エネル

ギー関連分野が注目されている状況から、平成24年度

よりその分野の技術開発に関して積極的な情報発信に

努める。 

【平成24年度実績】 

・話題性の高い研究成果や重要でありながら露出度の低

い研究成果について、記者へわかりやすく丁寧に説明

する定期的な意見交換会を、つくばセンターでは筑波

研究学園都市記者会を対象に3回、関西センターでは

大阪科学・大学記者クラブを対象に1回開催した。ま

た、産総研オープンラボ開催に合わせて、5実験室の

記者向け事前公開を行った。研究成果に関する連載記

事が、日刊工業新聞で45回掲載された。取材対応につ

いては、地震や活断層などの震災に関連した取材が継

続的にあったが、合計で1,107件となり、前年度

（1,296件）を下回った。この内、福島県郡山市で今

後行なわれる予定の再生可能エネルギーに関する研究

開発は注目を集め、31件の取材があった。 

 

【平成24年度計画】 

・一般市民への話題提供を目的とした「サイエンスカフ

ェ」を引き続き実施する。また、産業界向け及び地域

における「サイエンスカフェ」を実施する。「出前講

座」「実験教室」は、青少年や一般市民の科学・技術

への興味と理解促進を主な目的とし実施機会を増やす。 

【平成24年度実績】 

・「サイエンスカフェ」をつくば市内で7回、地域センタ

ーで2回、話題性の高いテーマを選んで実施した。ま

た、オープンラボにて産業界向けのものを5テーマ実

施した。「出前講座」「実験教室」は、広報活動の一環

として定着してきており、119回（昨年度は73回）実

施した。 

 

【平成24年度計画】 

・一般公開は、つくばセンターや地域センターにおいて、

研究成果をわかりやすく伝え、科学・技術の楽しさを

体験できるように実施する。また、外部機関と連携し

たイベントへの出展等を対話型広報活動により実施し

て、多くの来場者に産総研への理解増進を図る。科学

技術週間に合わせて実験ショー・工作コーナーを開催

する。 

【平成24年度実績】 

・つくばセンターの他、北海道、東北、臨海副都心、中

部、関西、中国、四国、九州の各地域センターで一般

公開を開催し、全センターの来場者数は15,534人（前

年度15,006人）となり、前年度より増加した。地域セ

ンターでの一般公開では、つくばセンターから展示品

の提供と要員の派遣を行い、オール産総研として一体

感のある公開を行った。「サイエンスアゴラ」や「科

学・技術フェスタ in 京都」など、外部機関と連携し

たイベントへの出展を10回実施した。4月の科学技術

週間に合わせて実験ショー・工作コーナー等をつくば

センターで開催し、来場者数は1,470人となった。こ

れらの対話型広報活動により産総研の研究成果への理

解促進を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・産業界における産総研の理解、認知度を向上させ、イ
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ノベーションを推進するための広報活動として、研究

ユニットや関係部署が一体となってオープンラボを開

催する。運営の企画については、引き続き来場者の満

足感を更に高められるよう工夫する。 

【平成24年度実績】 

・つくばセンターにおいてオープンラボを開催した。来

場者は4,761人（前年度4,224人）となり、前年度より

増加した。また対話型広報活動としてアフタヌーンカ

フェ・イブニングカフェを企画し、5テーマを実施し

た。これらの活動を通して、産総研の「見える化」を

更に促進するとともに、来場者の理解や満足度を高め

るよう努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・研究成果や経営情報などの速報性を重視した発信と、

不断のコンテンツの見直しやユーチューブを活用した

動画配信を増やすなど、引き続き産総研をより理解し

やすい基盤を整備し、産総研のプレゼンスを高める。 

【平成24年度実績】 

・産総研公式ホームページを通して、プレスリリースや

それ以外の最新の研究成果（23件）を迅速に発信した。

ユーチューブを活用した動画配信として新たに24件の

コンテンツを追加した。既存の情報配信経路とは異な

る層への産総研の研究成果の普及を目指し、新たにソ

ーシャルメディアネットワーク（Twitter・日英）に

よる情報発信（発信数125件）を開始した。また、大

型バナーによる重要イベントの紹介などを引き続き強

化し、ユーザーの情報収集への利便性を高めた。これ

らのインターネットを通じた広報活動により、産総研

の研究業務への理解促進を図った。更に、ホームペー

ジサーバーをクラウド環境に移すことにより、災害時

でも頑強な配信経路を確保すると共にソーシャルメデ

ィアネットワークを通じた別配信経路を持つことで、

BCP 対策を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・広報誌を毎月定期的に発行し、研究成果や経営情報な

どをわかりやすく伝える。産総研レポートについては、

産総研が取組んでいる社会的責任に関する活動などを

より分かりやすく紹介するように工夫し、24年9月末

までに発行する。また、パンフレットなどの印刷物に

ついては、最新の研究成果の紹介や読者層を意識した

編集、発行により、産総研への更なる理解促進に努め

る。 

【平成24年度実績】 

・広報誌は文章や図等をわかりやすく制作するよう努め、

前年度に引き続き日本語版は毎月（年12回）、英語版

は季刊（年4回）発行した。産総研における社会的責

任に関する取組と環境活動については、記事の内容を

見直し充実させながら「ISO26000社会的責任の手引

き」および「環境報告ガイドライン」に基づいて編集

した「産総研レポート2012社会・環境報告」を9月末

に発行した。また、新たに作成した産総研レポートの

英語版を2月にホームページで公開し、3月初旬に印

刷・発行した。総合パンフレットについても国際広報

の重要性に鑑みて掲載内容・形態を見直し、英語版を

作成した。全ての印刷物は電子ブック化によるホーム

ページでの公開を実施して、電子版化への移行を促進

した。 

 

【平成24年度計画】 

・学術誌「Synthesiology」は、所外への PR 活動を重

視し、所外からの投稿論文を増加させる。 

【平成24年度実績】 

・「Synthesiology」の所外への PR 活動として、10月に

開催された「研究・技術計画学会」での発表や JST、
JSPS、NEDO、元総合科学技術会議議員、日本工学

会等関係機関のトップを招いた発刊5周年記念座談会

を実施した。電子ブック化についても昨年に引き続き、

促進させた。また、他機関の発行する月刊誌への本誌

論文の転載や、大学院修士課程の講義での使用など、

「Synthesiology」の社会的な認知度が高まり、本格

研究の理解促進に貢献した。なお、今年度所外からの

投稿論文は4件（前年度は6件）であった。 

 

【平成24年度計画】 

・常設展示施設「サイエンス・スクエアつくば」では、

わかりやすく見せる工夫を重ねるとともに、PR を充

実させる。また、一部展示物の見直しやそれに伴う展

示施設のレイアウト等の改善により、産総研の研究成

果の理解促進に努める。 

【平成24年度実績】 

・サイエンス・スクエアつくばでは、タイムリーな話題

を取り上げた特別展示を3回（「放射線をもっと知ろ

う」、「メートル原器の重要文化財指定記念」、「イグノ

ーベル賞受賞研究 Speech Jammer」）開催した。年

間来場者数は、震災の影響を受けた前年（21,133人）

を大きく盛り返し、42,370人となった。解説用のタッ

チパネル、音声案内機器及び看板を更新すると共に、

毎年年度末に行っている展示物の入れ替えでは、平成

24年度の研究成果を紹介する展示4点を取り入れた。 

 

【平成24年度計画】 

・常設展示施設「地質標本館」では、2011年東北地方太

平洋沖地震や関連する最新情報を盛り込むため展示の

更新を図る。また、来場者の興味を引き関心を高める

特別展の開催や体験学習イベントを実施して、産総研

地質分野の理解促進をはかり、科学系博物館や産総研

地域センターなどと協力した移動地質標本館の実施、

近隣の学校と連携した補助授業や研修の実施により、
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若年層の自然学観育成や地球科学への理解増進に努め

る。併せて、地質相談所を窓口として外部機関や市民

からの問い合わせに積極的に応え、地質情報の普及促

進を図る。 

【平成24年度実績】 

・2011年東北地方太平洋沖地震に関連する最新情報を盛

り込んだ展示更新のほか、特別展（3回）や各種イベ

ント(5回）を開催し、40,910人（前年比約22%増）の

入館者があった。補助授業や研修、地質相談対応

（778件；前年比10%減）、産総研地域センターや所外

へのイベント出展（10回）等で地球科学の理解増進に

貢献した。国際対応として、海外見学者への対応や日

本-オマーン国交40周年関連特別展を開催した。また、

日本ジオパーク委員会事務局として認定審査に貢献し、

広報誌を毎月発行し地質情報の普及に努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・職員の産総研への帰属意識向上と産総研の知名度を高

めるため、「産総研 CI」を多方面で活用するとともに、

各種印刷物、情報発信等における視覚的質の向上を図

るため、所内の他部門にデザインの提供、助言等を行

う。 

【平成24年度実績】 

・役職員からの CI 基本素材の利用相談（32件）に対応

し、CI マニュアルにより助言を行った。また、所内

他部門からのホームページや各種印刷物等のデザイン

作成要請（312件）に対して、趣旨を十分に伝達でき

る、質の高い印刷物等になるよう積極的に支援した。

産総研公式ホームページについては、様々なイベント

等に応じてデザイン性に優れたバナーを作成し、ホー

ムページを通じての広報効果増進を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・外部有識者で構成する「広報委員会」を開催し、助言

を広報活動へ反映させ、更なる改善に努める。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度より「広報委員会」に代えて、「イノベー

ション推進活動評価委員会」にて外部有識者による広

報活動に係る検討とフォローアップが行われた。得ら

れた助言は広報活動に反映させ、業務改善に努めた。 

 

【第3期中期計画】 

・一般公開やオープンラボ、産総研キャラバン、サイエ

ンスカフェ、出前講座、実験教室などは第3期中期目

標期間中に200回以上開催する。 

 

【平成24年度計画】 

・一般公開やオープンラボ、産総研キャラバン、サイエ

ンスカフェ、出前講座、実験教室、外部出展などの対

話型広報活動を積極的に行い、年40回以上開催する。

特に外部出展の回数を増やし、より多くの人と直接対

話する機会を増大させる。 

【平成24年度実績】 

・対話型広報活動について、一般公開を9回、産総研オ

ープンラボを1回、産総研キャラバンを１回、他機関

が主催するイベントへの出展を10回、サイエンスカフ

ェを9回、出前講座・実験教室を119回実施し、平成24

年度は合計149回となった。これらの国民との対話型

広報活動を通じて、広く産総研への理解や科学・技術

への興味の促進を図った。 

 

６．その他 

【第3期中期計画】 

・特許生物の寄託に関する業務及びブダペスト条約に基

づき世界知的所有権機関（WIPO）により認定された

国際寄託業務等については、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日閣議決

定）」における「本法人（産業技術総合研究所）の特

許生物寄託センターと、製品評価技術基盤機構の特許

微生物寄託センターを統合することとし、平成23年度

以降、順次、必要な措置を講ずる。」との決定を踏ま

え、平成24年3月31日限りで当該業務の全部を廃止す

る。なお、当該業務については、同年4月1日から独立

行政法人製品評価技術基盤機構が承継する。 

 

【平成24年度計画】 

・なし 

 

【第3期中期計画】 

・平成23年度補正予算（第3号）により追加的に措置さ

れた交付金については、東日本大震災からの復興のた

めに措置されたことを認識し、革新的再生可能エネル

ギー研究開発事業、研究設備・機器の復旧及び巨大地

震・津波災害に伴うリスク評価のための複合的な地質

調査の取組のために活用する。 

  

【第3期中期計画】 

・上記、1～5を踏まえ、下記の分野について、それぞれ

別表に示した具体的な技術開発を進める。 

鉱工業の科学技術【別表１】 

地質の調査【別表２】 

計量の標準【別表３】 

  

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

１．業務運営の抜本的効率化 

（１）管理費、総人件費等の削減・見直し 

【第3期中期計画】 

・運営費交付金事業のうち一般管理費については、新規

に追加されるもの、拡充分等は除き、毎年度、平均で

3%以上の削減を行う。また、一般管理費を除く業務
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経費について、毎年度、平均で1%以上の効率化を達

成する。 

 

【平成24年度計画】 

・運営費交付金事業のうち一般管理費については、新規

に追加されるもの、拡充分等は除き、毎年度、平均で

3%以上の削減を行う。また、一般管理費を除く業務

経費について、毎年度、平均で1%以上の効率化を達

成する。 

【平成24年度実績】 

・パイプ式ファイルやダブルクリップ等消耗品リユース、

リサイクルシステムの活用による資産の有効活用、各

地域センターへの長期出張時における賃貸宿泊施設

（ウィークリーマンション等）の活用による旅費（宿

泊費）削減、出張時における新幹線回数券の現物支給

による旅費削減、外部資金の自主点検方式を見直した

こと（複写物から原本確認へ）によるコピーコストの

削減、複写機・複合機賃貸借及び保守契約を特殊な機

能を排除し汎用性のある機種とすることにより入札の

競争性がより高められたことなどによる経費削減、純

水製造装置の維持管理費用について真に純水の供給が

必要な装置に厳選したことによる経費の削減などに努

め、一般管理費については前年度比3%以上、業務経

費については前年度比1%以上の効率化を達成した。 

 

【第3期中期計画】 

・総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現す

るための行政改革の推進に関する法律（平成18年法律

第47号）」及び「経済財政運営と構造改革に関する基

本方針2006（平成18年7月7日閣議決定）」に基づき、

運営費交付金に係る人件費（A 分類）を平成22年度ま

でに平成17年度比5%以上削減し、平成23年度におい

ても引き続き削減等の取組を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・中期計画における削減は平成23年度までのため記載な

し 

  

【第3期中期計画】 

・給与水準については、目標水準及び目標期限を設定し

てその適正化に計画的に取り組んでいるところである

が、引き続き着実にその取組を進めるとともに、その

検証結果や取組状況を公表するものとする。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度も引き続き給与水準の適正化に取組み、そ

の検証結果や取組状況を公表する。 

【平成24年度実績】 

・総務省行政管理局長からの要請により、「国家公務員

の給与減額支給措置について」（平成23年6月3日閣議

決定）及び「公務員の給与改定に関する取扱いについ

て」（平成23年10月28日閣議決定）の趣旨に沿って、

産総研の役職員の給与の見直しを平成24年4月1日から

実施した。 

・給与等の水準についても、政府方針に基づき平成25年

6月30日までに公表すべく、公表資料等の準備を行っ

た。 

・「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等につい

て（平成24年8月7日閣議決定）」の趣旨に沿って、役

員について、「国家公務員の退職給付の給付水準の見

直し等のための国家公務員退職手当法の一部を改正す

る法律」（平成24年法律第96号）と同様の措置（経過

措置を含む）を平成25年3月31日に実施した。職員に

ついても、平成25年5月に同様の措置を実施するべく

検討を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務のコスト構造を見直し、管理費の削減に

取り組む。また、諸手当及び法定外福利費については、

国及び他の独法等との比較において適正な水準である

かの検証等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・研究支援業務の平成23年度決算や平成24年度予算執行

状況を確認し、さらなる管理費削減に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・夏季輪番・一斉休暇による電力使用量削減、「しごと

効率化ガイドブック」の活用による業務効率化の推進

や、業務用アプリケーションソフトの活用による労働

時間の削減、学（協）会への職員個人会費の公費負担

廃止、公益法人への会費支出の見直し等により、経費

削減を実現した。 

・諸手当及び法定外福利費については、引き続き、国及

び他の独法等に照らし、適正水準であることを検証し

た。 

  

【第3期中期計画】 

・研修、施設管理業務などの外部に委託した方がより効

率的な業務については引き続きアウトソーシングを進

める一方、既にアウトソーシングを行っている業務に

ついては、内部で実施した方がより効率的な場合は内

部化し、また、包括契約や複数年度契約の導入等、よ

り効率的かつ最適な方法を検討し、業務の一層の効率

化を進める。なお、これらの検討に当たっては、市場

化テストの導入可能性についても検討を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・「つくばセンターにおける施設・管理等業務」は、平

成24年4月から民間競争入札実施要項に基づき、落札

者による事業を開始。実施期間は、平成24年4月1日か
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ら平成27年3月31日を予定。 

・上記請負業務におけるサービスの質及び経費削減効果

の点検を行う。 

【平成24年度実績】 

・「公共サービス改革等基本方針」に係る閣議決定(平成

23年7月15日）に基づき、つくばセンターにおける施

設・管理等業務について、関連する8業務を「つくば

センターの施設管理等業務共同企業体」が包括して事

業を開始した。 

・同事業に対するサービスの質及び経費の削減効果につ

いて平成24年度分の点検を行った。 

・個別事業主体毎に分担されていた指揮命令系統が、総

括管理業務を中心とした一つの組織体として機能し、

情報の伝達が効率的に実施された。 

・業務報告会並びに定期集合研修を開催することで相互

業務の理解を深め、業務遂行の知識及び能力が向上し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務については、より効率的かつ質の高い支

援が可能となるような体制の見直しを行うとともに、

効率的な時間活用の徹底及びマネジメント体制の強化

による効率化を進める。 

 

【平成24年度計画】 

・研究現場に提供するサービスの質の向上を効率的に実

現するため、業務実施体制の見直しを行う。 

【平成24年度実績】 

・各本部組織・事業組織へのヒアリング等を通じて、効

率的・効果的な本部組織・事業組織体制を構築するた

めの課題を抽出し必要な改善を図った。 

具体的には以下の業務実施体制の見直しを行った。 

1) 研究所全体の企画・立案・総合調整に係る業務を効

率的かつ効果的に推進する体制を構築するため、企画

本部に「総合企画室」、「組織企画室」及び「研究戦略

室」を新設。 

2) イノベーション創出等に向けた取り組みを戦略的に

推進する体制を構築するため、イノベーション推進本

部イノベーション推進企画部に「戦略事業推進室」及

び「地域戦略室」を新設。 

3) つくばセンター施設管理業務及びつくばセンター高

圧ガス設備関連業務(日常的な維持管理業務を除く)の

一元的・効率的な実施組織として、研究環境安全本部

環境安全管理部に「つくばセンター基幹設備管理室」

を新設。 

4) 業務効率化等に係る専任者を増やすなど対応体制の

充実を図り効果的かつ効率的に業務を行う体制を整備

するため、総務本部に「業務推進支援部」を新設し、

同部に「支援企画室」及び「支援業務室」を新設。 

5) 効果的かつ効率的に業務を行う体制を整備するため、

企画本部の「特別事業推進室」を廃止し、同室の業務

を同本部の「総合企画室」に移管。 

6) 効果的かつ効率的に業務を行う体制を整備するため、

総務本部の「業務推進企画室」を廃止し、同室の業務

を同本部の「業務推進支援部」に移管。 

7) 効率的に安全管理・施設管理等を実施するため、平

成25年4月1日から、「つくば北サイト」の管理業務を

第一研究業務推進室から第三研究業務推進室に移管す

ることとした。 

8) 業務の効率的執行を図るため、コンプライアンス推

進本部の「情報公開・個人情報保護推進室」を総務本

部の「業務推進支援部」に移管。 

9) 事務職員に係る役職定年制の導入を実施するため、

役職定年後の職制として「キャリア主幹」を新設。 

10) つくばイノベーションアリーナ推進に関する組織及

び業務体制の更なる改善を図るため、平成25年4月1日

付けで、イノベーション推進本部つくばイノベーショ

ンアリーナ推進部及びナノデバイスセンターを廃止し、

「つくばイノベーションアリーナ推進本部」を新設す

るとともに、同本部の下に 「つくばイノベーション

アリーナ企画室」、「つくばイノベーションアリーナ連

携推進室」、「共用施設調整室」及び 「スーパークリ

ーンルーム運営室」の4室を新設することとした。 

 

【平成24年度計画】 

・ノー残業デーの徹底により職員に定時退庁を促し、労

働時間の縮減に努める。 

・リフレッシュのための年次有給休暇取得促進キャンペ

ーンにより有給休暇の取得を促進するとともに、労働

時間の短縮、効率的な時間活用について徹底し、職員

のワークライフバランスの実現を図る。 

・平成23年度に引き続いて、職員研修等の機会を活用し、

広い職層を対象に業務の効率化、業務品質の向上、日

常的に業務を見直し効率的に時間を活用するタイムマ

ネジメントスキルの意識向上に努める。 

【平成24年度実績】 

・毎週水曜日を「ノー残業デー」として位置づけ、19時

以降業務を行う場合の事前届出制や、管理監等による

所内巡視等を実施し、労働時間の縮減の意識付けを行

った。また、夏期における節電と有給休暇取得の促進

の観点から、各職員は週末の土・日曜日を出勤とし、

翌月曜日から振替休日（2日間）、夏季休暇（3日間）

及び土・日曜日（2日間）を組み合わせた連続休暇を

取得させたことによって、事業所・地域センター単位

の輪番による7日間の一斉休暇を実施した。これらに

より、職員の効率的時間活用の意識醸成を図った。 

・リフレッシュのための年次有給休暇取得促進キャンペ

ーンについてポスターによる周知、有給休暇に関する

トピックスの提供、取得実績の所内公表（平成24年度

平均取得実績4～6月期：2.2日、7～9月期：3.2日、10
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～12月期：2.7日、1～3月期：3.0日）を行った。 

・管理者向け労働時間管理説明会を事業所・地域センタ

ー毎に実施し、労働時間管理の重要性への理解を深め

ることにより、労働時間の縮減、業務効率化への意識

向上を図った。 

・階層別研修のうち、グループ長等研修、事務職員入所

時フォローアップ研修、新規主査研修、若手研究員研

修において、「業務効率化」や「労働時間管理」に関

するカリキュラムを実施し、業務効率を上げるための

スキル等の向上、また、日常業務にかかせないタイム

マネジメントスキルの向上を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・所内リサイクル物品情報システムを活用した研究機器

等の所内リユースの取り組みにおいて、第3期中期目

標期間終了時までに年間600件以上の再利用を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・新規採用職員及びユニット事務スタッフ向けの財務会

計制度説明会において所内リユースの周知、啓発を図

るとともに、研究業務推進部室会計チームとの連携に

より、リサイクル物品情報システムを活用した所内リ

ユースを推進する。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度は、全体で500件の所内リユースが成立し

た（経費削減効果額は約4.81億円）。うち、リサイク

ル物品情報システムを活用したリユース件数は386件

（経費削減効果額は約3.12億円）。 

 ※経費削減効果額は資産取得価格での見積額 

・下記の財務会計制度説明会等を実施し所内リユースの

周知・啓発を行った。 

 4/3  新規採用職員研修 

 1/11  有形固定資産等の有効利用について資産管

理責任者及び使用者宛て周知 

・資産の廃棄に際しては、同システムへの掲載を原則と

すると共に、資産の一体的な再利用に留まらず部品単

位での再利用を促す観点からも、同システムへの掲載

の徹底を啓発した。 

 

【第3期中期計画】 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

 

【平成24年度計画】 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、

随時適切に対応する。 

【平成24年度実績】 

・「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平

成22年12月7日閣議決定）」を踏まえて、鉱工業等に関

する科学技術の研究開発等について研究テーマの重点

化による事業規模の見直し等を実施するとともに、九

州センター直方サイトについては、当該サイトを廃止

し、現物を国庫納付した。 

 

（２）契約状況の点検・見直し 

【第3期中期計画】 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

（平成21年11月17日閣議決定）に基づき、競争性のな

い随意契約の見直しを更に徹底して行うとともに、一

般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をいい、

競争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）につ

いても、真に競争性が確保されているか、点検・検証

を行い、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を

図る。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研の「行政支出見直し計画」、「1者応札・1者応募

に係る改善策」、及び契約監視委員会での点検・見直

しによる指摘事項等を踏まえ、契約の適正化を推進す

るため、以下の取り組みを行う。 

【平成24年度実績】 

・産総研の「行政支出見直し計画」、「1者応札・1者応募

に係る改善策」、及び契約監視委員会での点検・見直

しによる指摘事項等を踏まえ、契約の適正化を推進す

るため、以下の取り組みを行った。 

 

【第3期中期計画】 

・一者応札及び100%落札率の割合を少なくするため、

適切な公告期間の設定等により競争性を確保し、競争

性が働くような入札方法の見直しを図る。 

 

【平成24年度計画】 

①適切な公告期間の設定 

・事業者が余裕をもって計画的に提案を行えるよう、事

業内容に応じて適切な公告期間を設けるとともに、可

能な限り説明会を実施し、説明会から提案締め切りま

での期間を十分に確保する。 

②適切な調達情報の提供 

・入札ないし公募公告に、仕様概要、関係資料の提出期

限等、事業者が参加するために必要な情報を提供する。 

・調達情報をより多くの事業者に行き渡らせるため、産

総研入札公告掲載ページへのリンクの設置を依頼する

等、他機関との連携を推進する。 

・その他、調達計画の公表等、事業者への事前の情報提

供を行う。 

③適切な仕様書の作成 

・仕様書の作成にあたっては、業務遂行上必要最低限の

機能や条件を提示する。 

・事業の実施方法等、事業者の提案を受けることでより

良い事業の実施が可能となる事項については抽象的な
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記載とし、可能な限り、関連情報を提供する公募説明

会を開催する。 

④適切な事業期間の設定 

・開札日から役務等の履行開始日までの期間を契約対象

の業務内容に応じて確保する等、人員の配置が困難で

あったり、キャッシュフローの余力のない、比較的規

模の小さい事業者も競争に参加できるよう取り組む。 

⑤その他 

・他機関における「契約監視委員会に関する公表事項」

等の情報を収集及び分析し、当所においても取り組み

可能な事例については積極的に取り入れる。 

・以上のほか、入札辞退理由等を活用し、引き続き、実

質的な競争性を阻害している要因を把握し、改善に取

り組む。 

・「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平

成22年12月7日閣議決定）を受けて設置された「研究

開発事業に係る調達の在り方に関する検証会議」にメ

ンバーとして参画し、基本方針に基づくベストプラク

ティスの抽出と実行による独立行政法人の調達制度の

検証及び改革に取り組む。 

【平成24年度実績】 

①適切な公告期間の設定 

・前年度に引き続き、事業者が余裕を持って計画的に提

案を行えるよう、事業内容に応じて適切な公告期間を

設けるとともに、可能な限り説明会を実施し、説明会

から提案締め切りまでの期間を十分に確保した。（事

業内容に応じて、公告期間を21日～30日とする取り組

みを継続実施。） 

②適切な調達情報の提供 

・入札ないし公募公告には、仕様をイメージしやすい件

名にするとともに「仕様概要」を記載することとした。

また、必要な資料の提出期限等を公告に記載した。 

・産総研の調達情報に関しては、3機関（つくば市商工

会、つくば研究支援センター、筑波研究学園都市交流

協議会）のホームページからのリンクを引き続き設置

すると共に、RSS 方式による情報配信を引き続き行

った。 

※RSS 方式とは ：新たな入札案件の公告等のホーム

ページの更新情報を、希望するユーザーのブラウザー

等を用いて自動配信する仕組み。 

RSS 経由による情報発信件数（平成24年4月～平成25

年3月 実績） 

 総アクセス数 約1,594,000件 【約6,506件／日】 

 うち、RSS 経由でのアクセス件数 約37,000件 

 【約151件／日】 

※各公告案件に対する延べアクセス件数 （落札公告

も含む） 

※1日あたりの件数は土日等を除く 

・調達予定のある機器等に関して、産総研公式ホームペ

ージ上の「参考資料募集」ページに必要とするスペッ

ク等の情報を公表し、仕様書の作成の基となる参考資

料（パンフレット等）を広く業者から募集する方式を

継続して実施した。 

・規模の大きい什器類の調達について、経費節減、応札

参加者の負担軽減及び応札参加者の拡大を図るため、

産総研公式ホームページから仕様書がダウンロードで

きる取組を試行した。 

③適切な仕様書の作成 

・事業の実施方法等、事業者の提案を受けることでより

良い事業の実施が可能となる「企画競争案件」につい

ては、可能な限り、関連情報を提供する公募説明会を

実施し、事業の規模等を把握するための現場説明や、

仕様書に添付することが困難な機器構成図等を開示し

た。 

・調達担当者は、調達請求者が調査した要求仕様に基づ

くメーカー比較の結果である「調達事前調査票」を基

に、競争に参加できる可能性がある業者に対して、入

札公告がされている旨の情報提供を行った。 

・調達請求者において、購入予定製品の参考資料・見積

を請求する業者の目安として利用されることを目的に、

販売代理店とメーカーの販売委託関係を一覧整理した

「納入実績リスト」を引き続き、所内イントラ上で公

開した。 

④適切な事業期間の設定 

・役務等の契約において、落札した業者が開札日から履

行開始までの間に必要な準備期間を確保できるよう、

研究計画に支障のない範囲内で履行開始までに余裕を

持った契約を行った。具体的には、4月当初に履行開

始となるような年間契約等で、人員や材料等の確保が

事前に必要となる案件に関しては、3月初旬に契約を

締結し、十分な準備期間を確保できるよう配慮した。 

⑤その他 

・平成23年度契約分の点検内容を早期に反映させるべく、

契約監視委員会を前倒しで6月に開催するとともに、

新たに平成24年度上期契約案件の審査を12月に実施し

た。 

・入札参加事業者の新規参入を促すために事前公表案件

を拡大し、入札公告前の平成25年2月8日に「平成25年

度年間契約予定一覧」を産総研公式ホームページにて

公表すると共に、RSS 方式による情報配信を行った。  

・他機関における「契約監視委員会での指摘事項」につ

いては、当該機関の HP 等から情報収集を行い、その

指摘されている内容を分類整理し、当所において実施

可能か検討を行った。 

・入札辞退者に対して辞退理由のアンケートを継続実施

し約2,400社からの回答を得た。なお、9月から、入札

参加の障害となった理由をより詳細に分析するためア

ンケート内容の細分化を行うなどの見直しを行い、入

札辞退理由の把握に努めた。 

・一般競争に係る入札書の提出期限を開札日の前日まで
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とし、開札時まで応札参加者数が分からない手法を講

じ、より競争性の確保に努めた。 

・事業者の利便性向上のため、入札等に参加するために

必要となる「入札書」、「委任状」などの書式を産総研

公式ホームページからダウンロードして利用できるよ

うにした。 

・「研究開発事業に係る調達の在り方に関する検証会

議」への参画については、本年度は会議等開催なし。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研内「契約審査委員会」において、政府調達の適

用を受けることとなる物品等又は特定役務の仕様書、

契約方式、技術審査等に関する審査を行っているが、

第３期中期計画期間においては、審査対象範囲の拡大

や審査内容の拡充に関する新たな取り組みを行う。 

 

【平成24年度計画】 

⑥契約審査委員会における審査内容等の拡充 

・所内「契約審査委員会」における審査対象範囲を見直

すとともに、技術的な見地から要求仕様の審査を拡充

する。 

【平成24年度実績】 

⑥契約審査委員会における審査内容等の拡充 

・各事業所の契約担当職毎に委員会を設置し、政府調達

協定の対象となる契約案件を適切に把握し、調達スケ

ジュール・仕様書等の法令への適合性について各事業

所の研究分野に応じて技術的な見地から厳正に審査し

た。 

 

【第3期中期計画】 

・また、契約審査体制のより一層の厳格化を図るため、

法人外部から採用する技術の専門家を契約審査に関与

させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達手段につ

いての技術的妥当性の検討を充実強化する。 

 

【平成24年度計画】 

⑦契約審査体制のより一層の厳格化 

・法人外部から採用する技術の専門家を日々の契約審査

に関与させ、調達請求者が要求する仕様内容・調達手

段についての技術的妥当性の検討を充実強化する。 

 

【平成24年度実績】 

⑦契約審査体制のより一層の厳格化 

・つくばセンターにおいては、契約審査委員に民間企業

での技術的な専門知識を有する契約審査役を加え、請

求者が要求する仕様内容・調達手段について、必要最

低限の仕様や条件となっているかを厳正に審査し質的

向上を図ると共に、事業所間での要求仕様の標準化を

図った。（審査件数 152件） 

・契約監視委員会の意見を踏まえ、地域センターで開催

される契約審査委員会にも可能な限り契約審査役が出

席することとし、本年度は関西センターの契約審査委

員会で審査を実施した。 

  

２．研究活動の高度化のための取組 

（１）研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの

研究評価の充実 

【第3期中期計画】 

・外部からの評価結果や社会的ニーズ等を踏まえ、研究

領域ごとに戦略的、効果的に研究を遂行するため、機

動的に組織体制の見直し、組織の改廃や新設を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・組織体制の見直しをより一層的確にするため、対象と

なる研究ユニットについて、研究ユニット評価委員会

及びその結果を踏まえた｢研究ユニット活動総括・提

言委員会｣を年度の早い時期に開催し、今後の研究及

び組織のあり方のとりまとめを行う。 

【平成24年度実績】 

・研究ユニット評価委員会を、30研究ユニットを対象と

して開催した。 

・「研究ユニット活動総括・提言委員会」を、早期分と

して上半期に3研究ユニット、下半期に7研究ユニット

を対象として開催し、研究成果の状況、イノベーショ

ン推進等の総括及び今後の研究及び組織のあり方をと

りまとめた。 

 

【平成24年度計画】 

・外部からの評価結果や社会的ニーズ等を踏まえ、機動

的な組織体制の見直しを図り、研究推進組織の改廃及

び新設等を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度の研究ユニット評価結果等を踏まえて、平

成23年度をもってバイオマス研究センター、情報セキ

ュリティ研究センター、社会知能技術研究ラボを廃止

し、平成24年4月にバイオマスリファイナリー研究セ

ンター、セキュアシステム研究部門を新設するととも

に、平成23年度末をもって設立期限を終える糖鎖医工

学研究センターの設立期限を平成25年度末まで2年間

延長した。 

・研究ユニット評価結果等を踏まえた上で、研究分野ご

とに全研究ユニットの体制を検討し、平成25年度に向

けての研究組織の改廃を実施することとした。 

具体的には、平成24年度をもって水素材料先端科学研

究センター、バイオメディシナル情報研究センター及

びダイヤモンド研究ラボを廃止し、創薬分子プロファ

イリング研究センター及び触媒化学融合研究センター

を新設するとともに、平成24年度末をもって設立期限

を終えるナノチューブ応用研究センターについては、

研究テーマを絞り平成26年度末まで2年間延長するこ
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とを決定した。 

・国内外の有識者からなる運営諮問会議を平成25年2月8

日に開催し、産総研の研究活動、運営全般に関して、

戦略的かつ効果的な助言を得た。 

 

【第3期中期計画】 

・実用化や製品化までの研究開発期間の短縮を図るため

にも、自前主義にとらわれることなく、共同研究等に

より、海外を含め大学、他の研究機関や民間企業等の

人材、知見、ノウハウ等をより積極的に活用する。 

 

【平成24年度計画】 

・新たな技術開発による新産業の創出を図るために、

「産総研オープンラボ」の他、産総研内外で開催され

るイベントや研究者によるアウトリーチ活動を活用し、

産総研の技術シ－ズを国内外へ発信する。また産業界

のニーズも踏まえ民間企業、他の研究機関との共同研

究等を機動的かつ集中的に推進する。 

【平成24年度実績】 

・産総研オープンラボ（来場者のべ4,761名）の実施や

産学官連携推進会議（内閣府主催）、科学・技術フェ

スタ等の外部イベントへの出展により産総研の技術シ

ーズを国内外へ発信した。また、日本経済の再生に向

けた技術開発戦略を議論する「日本を元気にする産業

技術会議」を日本経済新聞社と共同で平成23年10月に

発足させ、エネルギー・資源、革新的医療・創薬、

IT・サービステクノロジー、先端材料・製造技術の

各分野の技術課題、人材育成、国際標準化等について

議論するシンポジウム等（平成24年度は14回開催）を

開催するとともに、これまでの議論の総括として、産

業競争力を高め日本経済の閉塞感を打破する為の提言

及び産総研行動計画を発表した。平成24年度において

は機動的な連携を推進する制度を活用した「FS 連

携」を95件を実施した。これらのイベント、制度にお

いてはイノベーションコーディネータ等が、各出展、

案件における連携担当となり、産業界の多様なニーズ

把握と産総研の技術シーズのマッチングを図り、新た

な連携へ繋げる活動を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研が取り組む必要がある研究開発について、政策

との関係や他との連携強化に実効的な措置や取組を明

らかにしつつ、経済産業省の関係課室と意見交換を行

いながら具体的な技術目標を明示した「産総研研究戦

略」を策定し実行する。その際、更なる選択と集中を

図り、実用化や製品化という目標を明確に設定した研

究開発への重点化を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に策定した「産総研研究戦略」について、

研究の進捗、産業ニーズの変化、産業界の意見等を踏

まえて内容を見直し、平成24年度版を策定する。 

・イノベーション推進本部においては、平成24年度「産

総研研究戦略」における研究支援の在り方、連携の方

策、研究成果の社会への還元の在り方、人材の育成等

についてのアクションプランを、PDCA を通じて推

進する。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度に策定した「産総研研究戦略」について、

研究の進捗、産業ニーズの変化、産業界の意見等を踏

まえ、東日本大震災の影響を勘案した平成24年度版を

策定した。具体的には、震災による影響を踏まえて優

先すべき研究課題を選択し、ポートフォリオ、代表的

取組及び技術トピックスを見直したほか、「福島再生

可能エネルギー研究開発拠点」について新たに記載し

た。 

・イノベーション推進本部においては、平成24年度「産

総研研究戦略」における研究支援の在り方、連携の方

策、研究成果の社会への還元の在り方に関しては、知

的財産部、産学官連携推進部を中心に、各研究分野、

研究ユニット等に配置したイノベーションコーディネ

ータを通じて実践と検討のサイクルで推進した。人材

の育成については、産学官連携、知財、ベンチャー、

国際標準の各分野に精通する外部講師を招聘する等、

成果活用人材育成研修の内容の充実・向上を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・萌芽的な基礎的研究についても一定の関与をしつつ、

産業変革を促すような革新的、独創的な研究課題を実

施する形で重点化を図り「産総研研究戦略」に位置づ

ける。 

 

【平成24年度計画】 

・産業変革を誘導する革新的、独創的な研究課題の構築

を重点課題として「産総研研究戦略」に位置づけ、イ

ノベーションコーディネータ等による特別チームを編

成し、産業界とのインターフェイス機能及びオープン

イノベーションハブ機能の強化と、社会・政策ニーズ

を踏まえながら進めていく。 

【平成24年度実績】 

・産業変革を誘導する革新的、独創的な研究課題の構築

を重点課題として「産総研研究戦略」に位置づけ、イ

ノベーションコーディネータ等による特別チームを編

成し、オープンラボ等実施や TIA 等研究拠点推進に

より、産業界とのインターフェイス機能並びにオープ

ンイノベーションハブ機能の強化、社会・政策ニーズ

の把握に努めた。 

 

【第3期中期計画】 

・「Ⅰ.2.(1)地域経済の競争力を支える最高水準の研究
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開発」において掲げた地域センターの取り組みの成果

に関しては検証を行い、第3期計画期間中にその検証

結果を公開するとともに、検証の結果を踏まえて各地

域センターが一様に同一の機能を担うことを前提とせ

ず、各地域センターの所在する地域の特性に応じて各

地域センターが果たす機能の大胆な見直しを行い、産

総研の研究開発戦略における地域センターの役割を検

討する。具体的には、地域センターが有している、地

域特性を活かした技術開発や地域における科学技術拠

点群形成のための先端研究開発等の活動により発揮さ

れる研究機能と地域産業政策や地域産学官をつなぐ活

動により発揮される地域連携機能を活かした取り組み

について、地域産業への技術移転、成果普及を通じて

地域産業の振興や新産業の創出に寄与、貢献している

か、あるいはそれらが確実に見込まれる状況になって

いるか、地域の大学及び企業等を巻き込んで産学官の

緊密な連携やオープンイノベーションの推進を実現で

きているか、大学と企業をつなぐ役割や地域の中小企

業等の技術開発や製品化の取り組みに寄与、貢献して

いるか、といった視点から総合的に検証し、その検証

結果を踏まえて各地域センターが有する研究機能と連

携機能を発揮する活動とリソース配分の見直しを行い、

地域活性化の中核としての機能強化を図る。 

また、地域センターに所属する事業所及びサイトにつ

いては、研究機能と連携機能の観点から、共同研究等

の設立目的終了時又は利活用状況が低下した時点にお

いて、その事業の必要性を検証し、不要と判断された

場合は速やかに閉鎖する。 

 

【平成24年度計画】 

・地域事業計画について、平成24年度上期に実施する進

捗報告を踏まえた見直しを行い、これに従って地域経

済に貢献する最高水準の研究開発を実施する。 

【再掲】 

【平成24年度実績】 

・地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発を推進

した。主な成果は次のとおり。 

1) 北海道センター：遺伝子組換え体を使った物質生産

の重要な基盤技術として、ゲノム解析技術と計算機を

用いた情報処理技術を組み合わせた新しい組換え遺伝

子設計技術の基礎技術開発に成功し、経済産業省プロ

ジェクト「革新的バイオマテリアルを実現するための

高機能ゲノムデザイン技術開発」（平成24～28年度）

への展開に結びつけた。 

2) 東北センター：透明で機械的強度に優れ、LED 照

明や太陽電池のカバーに利用できる「透明不燃シー

ト」を地域中小企業が実用化。また、太陽電池などの

防湿シート用として「水蒸気バリア膜用粘土」を実用

化した。さらに、超臨界二酸化炭素塗装技術を地域企

業が実用化し、塗装装置の販売実績も挙げた。 

3) 臨海副都心センター：「個人差を人工的に創り出す

バイオチップの開発」において iPS 細胞をより発癌

性が低く歩留まり良く生成するキットを作成するため

に、首都圏に所在するバイオベンチャー企業、iPS 専

門中小企業、大企業がそれぞれ役割分担をして連携体

制を確立した。「バイオテクノロジー作業ロボット開

発」においては、共同研究相手の企業とともに、高精

度で多自由度の動きができる2腕ロボット「まほろシ

ステム」を開発し、国内大手製薬会社と公的研究機関

等への導入が決定した。また、「創薬支援拠点化」に

おいて、国内大手製薬会社3社と連携方法について個

別に話し合いを進め、共同研究及び受託研究契約が成

立した。 

4) 中部センター：ヘルスモニタリング用の高感度・高

速応答が可能なガスセンサを開発し、口臭測定時間の

飛躍的な改善を実現。その成果はメーカによって製品

化された。また、アルミ溶湯搬送用の断熱容器として、

セラミックス中空ユニットで構成されるステレオファ

ブリックによる球体構造を開発し、従来品に比べて

60%の軽量化と放熱量の58%低減を実現した。軽量部

材の CFRP 加工に向け、WC-FeAl 超硬合金に高密着

性コーティングを施した工具を開発し、レアメタル資

源の有効活用に貢献した。 

5) 関西センター：従来の Li イオン電池の黒鉛系負極

の5倍以上の高容量で、かつ、100回以上のサイクル寿

命を有するシリコン系負極を開発し、電気自動車や大

型蓄電池開発を目指した企業との共同研究を実施中。

大学との共同研究により、カーボンナノホーンを利用

した遺伝子発現の光制御技術やカーボンナノチューブ

と温度感性リポソームの分子複合体による目的位置で

の分子放出光制御技術を開発した。省エネデバイス材

料として期待されるダイヤモンドウェハ研究において

2インチ角単結晶ウェハ作製に世界で初めて成功した。 

6)  中国センター：セルロースナノファイバー

（CNF）を利用する高性能複合材料製造において、

国産の木材から高規格化した木粉を生産することに成

功し、これをポリプロピレンと練り合わせてシートを

作製し、その基材をプレス加工して自動車用内装材の

製品化につなげた。 

7) 四国センター：高感度・迅速・簡便な測定が可能な

細胞チップ技術を用いて、マラリア感染の早期診断、

循環がん細胞検出の実用化を進め、それぞれの企業と

の強力な連携を推進した。また、地域企業との連携の

もと、柚子、オリーブ及び酵母由来因子等の機能性評

価法の開発を行った。 

8) 九州センター：半導体関連マイスター課題では、平

成23年度までの成果を基に応力励起光散乱法による微

小欠陥検査の実用装置を量産現場へ導入し、データを

取得とその解析を進めた。また、平成23年度までに構

築した各種水素材料に関するデータベースを安全性確
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保のための基本データとして376件提供し、高圧水素

規制の見直し作業に活用するとともに、国際標準への

日本案の科学的根拠として活用して国内自動車産業界

の標準化対応に貢献するなど、安心・安全と経済性が

両立する水素社会の実現に向けた取り組みに貢献した。 

【再掲】 

 

【平成24年度計画】 

・地域事業計画の進捗について検証を行う。その検証プ

ロセスについては、以下の3段階で行うことを計画し

ている。 

（ステップ1）各地域センターは、地域のステークホ

ルダーとその活動実績について意見交換を行う。 

（ステップ2）地域事業計画の実績等について、各地

域センターへのヒアリングを実施し、地域センターの

活動成果を総合的に評価する。 

（ステップ3）評価を踏まえ、各地域センターの機能

強化策を講ずる。 

【平成24年度実績】 

・地域センターの取り組みの成果について検証を行うた

め、地域センター活動検証委員会を設置し、地域活性

化活動評価委員会の評価結果を踏まえて、地域センタ

ーが有している研究機能と地域連携機能を活かした取

り組みについて総合的に検証を実施する体制を整備、

検討を開始した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研イノベーションスクール（平成20年度開始）及

び専門技術者育成事業（平成17年度開始）については、

第3期中期目標期間中において、育成期間終了後の進

路等、育成人材の追跡調査等によって成果を把握して、

現行の事業の有効性を検証し、その継続の要否も含め

た見直しを行うものとする。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研イノベーションスクールについては、引き続き

育成修了者の進路の追跡調査を行い、事業評価のため

のデータの集積を行う。専門技術者育成事業について

は、前年度終了時点までの育成者の就業状況等を分析

して成果の有効性を判断し、事業継続の要否も含めた

見直しを行う。 

【平成24年度実績】 

・産総研イノベーションスクールについては、引き続き

育成修了者の進路の追跡調査を行い、さらに受け入れ

実績のある産総研研究者のヒアリングを行い、事業評

価のためのデータ集積を行った。その結果、特に企業

就業率が高いなどの育成効果とともに、産学官連携の

促進ツールとしての効果があることがわかった有効性

が判明した。 

・専門技術者育成事業については、平成23年度末までに

育成期間を終了した対象者は173名で、のべ380の資格

を取得し、大学や研究所への就業率はほぼ6割に達し

た。高い技術レベルを持った専門技術者を育成すると

いう当初目的にそった成果が得られたため本事業は平

成24年度をもって終了する。 

  

【第3期中期計画】 

・ベンチャー開発センターについては、第3期中期目標

期間中において、創出ベンチャー企業の業績や動向を

把握し、それまでの取組における成果及び問題点並び

に制度上のあい路等を厳格に検証し、その結果を公表

するとともに、当該検証結果を踏まえ、事業の存続の

要否も含めた見直しを行う。具体的には、産総研発ベ

ンチャーの創出、育成及び支援に関する施策について、

創出企業が成功に至った例、失敗した例の両方につい

て、技術シーズ発掘からビジネスプラン策定や検証を

経て創業に至るまでの過程における各施策の有効性に

ついて検証し、検証結果を踏まえた見直しを行うとと

もに、有効性の高いものと認められ引き続き実施する

施策については外部の研究開発機関等へ知見やノウハ

ウを広く公開、共有する。 

 

【平成24年度計画】 

・第3期中期計画に基づいて、外部委員を含む、ベンチ

ャー創出活動に関する検証委員会を設置し、ベンチャ

ー開発部のこれまでの取組における成果及び問題点並

びに制度上の隘路等について厳格に検証を行う。 

【平成24年度実績】 

・外部委員を含む「ベンチャー創出支援事業に関する検

証委員会」を設置し、ベンチャー開発部の過去10年に

わたる取組における成果及び問題点並びに制度上の隘

路等について厳格に検証を行った。検証委員会の開催

にあたっては、イノベーション推進本部内に設けた検

証 WG メンバーを中心に、ベンチャー創出支援事業

に関して蓄積したデータの整理、産総研技術移転ベン

チャーに対してアンケート調査（44社）及びヒアリン

グ調査（19社）等を実施して、検証委員会用資料を準

備した。 

 

【第3期中期計画】 

・研究評価の質を向上するため、現場見学会の開催や事

前説明等の充実により、評価者が評価対象を把握、理

解する機会を拡大する。 

 

【平成24年度計画】 

・外部委員による評価対象に対する理解を深めるために、

事前説明、研究ユニットとの多様な方式による意見交

換及び成果の情報提供等を引き続き実施する。 

【平成24年度実績】 

・外部委員が評価対象を把握、理解する機会を拡大する
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ために、事前説明を行うとともに、評価委員会の場だ

けではなく、会議、個別訪問、シンポジウム・講演会

や研究現場見学会を通じた意見交換等を実施した。ま

た、外部委員に対し、各研究ユニットの成果等の情報

提供を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・評価委員会での評価資料の説明とその質疑以外に、現

場見学会やポスターセッション等を行うとともに、そ

れらにおける多様な研究内容の紹介や研究者との質疑

等により、評価委員が評価対象の把握や理解を深める

ための機会の充実を図る。 

【平成24年度実績】 

・現場見学会（10件）及びポスターセッション（10件）

等を実施するとともに、研究ユニット評価委員会では、

当該研究ユニットからの説明時間以上の質疑時間を確

保することにより、評価委員が当該研究ユニットの研

究内容を把握し、理解する機会を充実させた。 

 

【平成24年度計画】 

・研究ユニット評価を効果的にするために、前回の研究

ユニット評価委員会等の指摘事項に対する当該研究ユ

ニットの対応状況を報告する取り組みを引き続き行う。 

【平成24年度実績】 

・前回の研究ユニット評価結果や評価委員との意見交換

における指摘事項の対応状況を評価資料に記載し、必

要に応じて評価委員会においてもそれらの対応状況を

説明し、改善を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・研究ユニット評価に関するデータ一覧表の内容の充実

を図り、評価委員に必要な情報をより的確に提供でき

るようにするとともに、それらの情報の所内活用を行

う。 

【平成24年度実績】 

・研究ユニット評価資料に当該研究ユニットの人員、予

算、研究成果等を共通項目として記載するとともに、

研究ユニットが独自に定める任意項目を設けて、当該

研究ユニットの活動実績を評価委員に対して提供した。 

また、各研究ユニットの活動の特徴の把握を容易にす

るための指標として、平成23年度に試行した第2期中

期目標期間全体の統計値（4分位数）に基づいて、各

研究ユニットの活動の主要項目のデータを分位別に区

分し、所内の経営層に提示した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研ミッションに即した、より客観的かつ適切な評

価軸へ見直しを行い、アウトカムの視点からの評価を

充実させる。また、研究成果創出の最大化ならびに成

果の社会還元に繋げるため、PDCA サイクルによる

継続的な自己改革へ評価結果を適切に反映させる。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、社会情勢等の環境変化に対応しつつ、研究

開発やイノベーション創出に向けた取り組みを、産総

研ミッションに照らして適切かつ客観的に評価するも

のとして、研究開発の従来からの区分の内容等の見直

しを行う。 

【平成24年度実績】 

・産総研では、「先端研究」として、新たな知識の発

見・解明だけでなく、新たな概念や技術体系の構築等、

既存の知識を含む融合・適用を主体とする研究開発も

重視していることを外部委員に対して説明することに

より、産総研のミッションにより対応した研究ユニッ

ト評価を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・地域活性化の機能強化に係る業務を対象に、前回の評

価委員会での指摘事項を踏まえたその後の業務活動に

ついて、評価を実施する。 

【平成24年度実績】 

・地域活性化評価委員会を開催し、各地域センターが有

する研究機能と地域連携機能を活かした地域活性化に

向けた計画、取り組み状況及び成果等について、国民

に対して提供するサービスの質の向上等の観点から評

価を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・評価結果の指摘事項への対応の充実を図るフォローア

ップ活動を継続し、PDCA サイクルによる自己改革

に資する。 

【平成24年度実績】 

・PDCA サイクルによる継続的な自己改革に反映する

ことを目的として、平成23年度に研究ユニット評価を

実施した研究ユニットと評価部との間の意見交換を実

施し、評価結果の指摘事項への対応を迅速にする取り

組みを行った。 

また、研究ユニット評価委員会に、関連する研究ユニ

ット長の出席を促し、当該研究ユニットの説明やそれ

に対する評価委員からの質疑を把握することにより、

評価の効果的な活用を図った。 

【平成24年度計画】 

・国内外における評価に関する最新情報の調査や収集を

継続して行い、客観的かつ適切な評価に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・国内外で開催された評価関連のセミナー、講演会に出

席し、評価に関する動向の情報収集を行った。研究開

発評価に関する職員の理解を深めるため、外部講師に

よるセミナーを開催した。 
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【第3期中期計画】 

・平成22年度末までに秋葉原事業所を廃止し、職員の配

置を見直すとともに、業務の効率化を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・なし 

  

（２）研究機器や設備の効率的な整備と活用 

【第3期中期計画】 

・新たな事業所やサイト等の研究拠点を設置する場合は、

現状の基幹設備状況や拠点設備等の汎用性を踏まえる

とともに、省エネルギーの推進、類似の研究領域に係

る施設を極力近接して配置するなど経済性、効率性を

考慮した施設整備に努める。研究開発の進ちょく状況

に応じて、無駄なく必要な研究スペース等を確保する

ものとする。また、研究開発の終了時には、施設の有

効活用のための検討を行い、その上で施設の廃止又は

不用資産の処分が適切と判断された場合は速やかに実

施する。 

 

【平成24年度計画】 

・新たに整備する「福島県再生可能エネルギー研究開発

拠点（仮称）」について、経済性を考慮しつつ、再生

可能エネルギー利用の先進的な例となるべく、エネル

ギー効率の高い、環境負荷と施設運用コストを低減し

た、汎用性の高い施設を設計し、建設に着手する。 

・平成23年度中に閉鎖・解体を決定した11棟の建物につ

いて、閉鎖・解体を実施する。 

・研究環境安全委員会等のツールを活用し、省エネ性が

高く、安全性が確保された施設の整備を推進する。 

【平成24年度実績】 

・東日本大震災復旧・復興に係る「福島再生可能エネル

ギー研究開発拠点」整備について、プロポーザル方式

による設計業者を選定し、経済性を考慮しつつ、再生

可能エネルギー利用の先進的な施設とするため、1次

消費エネルギー換算及び CO2排出量で約41%の削減を

達成した（省エネ法の基準値比較、設計値）。

「CASBEE（建築環境総合性能評価システム）」では

「S ランク」の環境性能を持つ、汎用性の高い施設設

計を行った。また、工事においては、より高品質な施

設を目指し、施工実績や環境負荷低減技術および工期

短縮等の技術提案を求めた総合評価落札方式により、

施工者を決定し、建設に着手した。 

・閉鎖が確定している建物のうち6棟（北海道センタ

ー：1棟、つくばセンター：4棟、九州センター：1

棟）について解体・撤去した。残る5棟の閉鎖済み建

物の解体工事については、周辺環境などから、より経

済的な時期を検討した上で実施することとした。 

・建築、機械、電気、安全、省エネ等に関する所内の専

門家からなる施設・安全検討チーム及びその上位機関

である研究環境安全委員会において、技術研究組合等

が産総研敷地内で実施する工事、研究ユニットによる

大規模な工事、及びドラフトチャンバーやクリーンル

ーム設置などエネルギー増が見込まれる工事を事前に

審査した。平成24年度は33件の事前審査を行い、研究

施設のオーバースペックの抑制並びに省エネルギー

性・安全性の確保等を図り、適切な施設整備の実現に

貢献した。 

 

【平成24年度計画】 

・施設不具合や整備計画の進捗状況の把握・評価、並び

に施設整備に必要なトータルコストの算出により、中

期施設整備計画をより実効性の高い計画へと見直す。 

【平成24年度実績】 

・施設不具合や整備計画の進捗状況の把握・評価、並び

に施設整備に必要なトータルコストを加味して、閉

鎖・解体建物や研究排水管接続先の縮減等を具体化し、

中期施設整備計画をより実効性の高い計画へと見直し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・施設情報のデータベース化を24年度中に完了させ、そ

の情報を更に分析することで、効率的な施設整備に向

けた課題の可視化に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・施設情報のデータベース化を完了し、施設管理支援シ

ステムを完成させた。施設データの分析結果をもとに、

建物閉鎖規模の提示や老朽化対策の順位付けなどの整

備方針として取りまとめ、中期施設整備計画において

可視化を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・効率的な研究スペースの確保及びスペースの有効活用

のため、引き続き、地域センターを含めた産総研全体

のスペースの利用状況や中期施設整備計画を考慮しな

がら定期的に配分審査を実施する。 

【平成24年度実績】 

・地域センターを含めた産総研全体のスペース利用状況

を把握し、スペース有効活用の推進及びスペース運営

の効率化を図るため統括的・機能的な管理体制を確立

すべくスペースガイドラインを改正し、運用を開始し

た。具体的には、研究施設等を効率的に運営するため

に管理監・地域センター所長等の役割を定めた有効活

用フローを制定し、定期的に適正管理を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・研究スペースの配分に際しては、研究分野や事業所

（地域センター）と連携し、効率的な配置及び類似の

研究領域の集約化をふまえた配分とする。また、研究

開発の段階に対応したスペース利用となるよう、スペ
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ースの返納や、既存設備の有効活用等を促進する。 

【平成24年度実績】 

・研究スペースの配分に際しては、スペース有効活用審

査委員会で審査を行い、中期施設整備計画の内容を踏

まえた配分を行うとともに、研究領域の集約化を進め

た。それによって生み出された空きスペース等につい

ては、産総研が参加する技術研究組合等への再配置も

行い、有効活用を進めた。また、スペースの利用状況

の的確な把握かつ統括的・機能的なスペース管理体制

を整備するため、スペース利用の全般に係る権限を研

究環境安全本部長に一元化した。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研が保有する研究人材及び研究開発で活用する最

先端の研究機器、設備等を社会と共有するための拠点

（先端機器共用イノベ－ションプラットフォ－ム）の

体制整備を行うとともに公開設備の範囲の拡大を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・所内共用施設の統一的な管理・運用システムを構築し、

所内研究インフラの効率的な利用を進める。また、産

総研が参画する技術研究組合を中心に、共同利用施設

に関する所外利用を促進する。 

・TIA コアインフラとしての持続的な運用を目指し、

シニアスタッフ活用などによる人材確保やプロジェク

ト終了後の高額設備活用などによる設備更新のシステ

ムを検討する。 

【平成24年度実績】 

・所内共用施設（旧テクニカルセンター）と所外公開共

用施設（旧 IBEC-IP）の予算・課金の統括管理を行

い、正確な運営状況の把握と詳細な運営計画の検討が

行えるようになった。 

・種々の機会を利用して IBEC-IP の宣伝を行い、所外

利用の実績向上に努めた。 

・KEK を含めた TIA 中核4機関の共用施設による共用

施設 TF を立ち上げ、施設運営の情報交換、共同広報

活動、運用協力の検討などを行い、さらに、各施設を

網羅する共用施設データベースの構築作業を開始する

など、TIA コアインフラとしての持続的な運用を目

指す活動を行った。 

  

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

（１）女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及

び育成 

【第3期中期計画】 

・研究職については、研究活動に活力を与える任期付研

究職員制度を持続的に発展させるために、多様な人材

の確保に配慮しつつ、若手研究員の採用を促進する新

たな制度を導入するなど、採用制度の見直しを行う。 

 

【平成24年度計画】 

・研究職については、優秀かつ多様な人材を確保するた

めの方策を継続的に検討していく。さらに研修制度の

改善などを行い、任期付研究職員制度の持続的発展に

努める。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度までの産業人材育成型任期付研究員制度を

見直し、今後の産業技術の発展を担う若手を、育成を

考慮して採用する博士型任期付研究員制度に改定した。

また第1回公募選考の公募期間を1ヶ月延ばし締切を新

年度にすることにより、学位取得見込み者の応募を促

し、若年層博士号取得者の採用の拡大を図った。この

結果、平成24年度の第1回公募選考における応募人数

が若年層を中心に増加した。（26-29歳：平成23年度第

1回公募95名→平成24年度第1回公募112名、30-32歳：

102名→107名、全体：373名→397名）これまでの研修

制度を整理拡充し、新しく若手研究員に対する「若手

研究員初期研修」を実施した。 

 

【第3期中期計画】 

・事務職については、産総研で求める人物像及び専門性

を明確にした上で採用活動を実施し、優秀な人材確保

に努める。また、特別な専門知識を必要とする特定の

業務については、民間経験等を有する者の中途採用を

積極的に推進する。 

 

【平成24年度計画】 

・全国の主要大学等での就職説明会や企業合同説明会の

参加を通じて、採用応募につながる効率的な勧誘と広

報を行い、多様で優れた人材の確保に努める。 

【平成24年度実績】 

・主要大学9箇所、リクナビ等主催企業合同説明会11箇

所やその他学会等2箇所の就職説明会等に参加し、ま

た、産総研主催の就職セミナーを4回開催した。 

 

【平成24年度計画】 

・特別な専門知識が必要な特定の業務を行う部署につい

ては、引き続き即戦力が必要な業務を調査し、中途採

用制度を活用する等により人材の確保に努める。 

・事務系契約職員等の職員登用制度（地域型任期付職

員）については、引き続き適切な実施に努める。 

【平成24年度実績】 

・ファシリティマネジメント（研究施設管理）業務、国

際輸出管理業務及び健康管理業務を行う技術系事務職

員については、特定業務任期付職員として3名、中堅

採用として1名を内定した。また、ファシリティマネ

ジメント（研究施設管理）業務については、新卒採用

者を別途2名内定した。 

・地域型任期付職員（事務系契約職員等の職員登用制

度）については、昨年度（2名）を上回る5名の採用予
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定者を内定した。 

  

【第3期中期計画】 

・定年により産総研を退職する人材については、関係法

令を踏まえて、第2期に引き続き再雇用を行っていく。 

 

【平成24年度計画】 

・シニアスタッフ制度の見直しについて、今後の国の動

向を見極めつつ、検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・国家公務員の再任用制度の動向を踏まえて検討を行っ

た結果、平成24年度末で定年退職する職員の再雇用に

おいては、引き続き現状のシニアスタッフ制度を活用

して、昨年度同様に、募集、面談等を実施して、再雇

用を希望する退職予定者全員の再雇用を行うこととし

た。 

  

【第3期中期計画】 

・人材の競争性、流動性、及び多様性をより一層高める

とともに、最適な研究者の構成、知財戦略の推進やベ

ンチャー創出あるいは研究マネジメント等の分野にお

ける専門的な人材の活用を図るため、第3期中期目標

期間において、第2期中期目標期間にまとめた人材開

発戦略会議の報告の内容を具体化しつつ、新たな中長

期的な人事戦略としてまとめる。また、それに応じた

人事システム、研究者の評価システムやキャリアパス

の見直しを行うものとする。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に報告した「業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」につき、関係部署との協議を更

に進め、この中で整理した各措置を導入する。また継

続検討課題は、引き続き検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度に報告した「業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」を引き続き検討し、「産総研の研

究開発業務の一層の推進のための業務運営体制の改善

について（中間とりまとめ）」を平成24年6月21日付で

理事会决定し、下記措置を実施した。 

1) 研究推進組織における研究職員の役職等の見直し

（平成25年3月1日） 

・役職の見直し 

5級研究職員が就く役職として、上級主任研究員及び

研究主幹を新設。上級主任研究員については任用審査

を実施した。 

従来は上席研究員と称していた役職につき、首席研究

員に名称を変更した。 

・職責手当の見直し 

役職に就かない5級研究職員、首席研究員等の役職に

ついて職責手当の見直しを行った。 

2) 若手の任期付研究職員の処遇の見直し（平成24年4

月1日） 

 博士型任期付研究員制度を新設。61名を採用し、従

前の産業技術人材育成型任期付研究員と比べ、職責手

当の見直しを行った。 

3) 専門的な業務を担う人材の確保 

 施設整備・管理業務を担う人材の平成25年4月1日採

用に向けて、公募・選考を実施し、平成25年4月1日付

で採用するべく3名を内定した。 

4) 本部組織・事業組織の職制の見直し（平成24年10月

1日） 

事務職員について管理職員と非管理職員の区分を明確

化した。 

5) 事務職員に係る役職定年制の導入（平成24年10月1

日） 

役職定年制を導入し、役職定年後のポストとしてキャ

リア主幹を新設し、導入日に14名の発令を行った。 

6) 事務系契約職員等に対する職員登用制度の導入 

 地域型任期付職員として、平成24年4月1日付で2名

を採用した。また、平成25年4月1日付で採用するべく

5名を内定した。 

 

【第3期中期計画】 

・男女や国籍などの別にかかわりなく個人の能力を存分

に発揮できる環境の実現を目指し、共同参画を推進す

る。研究系の全採用者に占める女性の比率について第

3期中期目標期間終了時までに第2期実績を上回る15%
以上を確保し、更なる向上を目指す。また、外国人研

究者の採用については、研究セキュリティをはじめコ

ンプライアンスの観点に留意しつつ、積極的な採用に

努める。 

 

【平成24年度計画】 

・ワーク・ライフ・バランス支援として、平成23年度の

調査結果にもとづき育児支援制度の改善を実施する。

また、介護支援に関する調査分析及び課題抽出を行う。 

多様性活用（ダイバーシティ）意識の啓発及び浸透の

ための取組を引き続き行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度の育児支援制度に関する調査結果にもとづ

き、利便性向上のために育児特別休暇を時間単位で取

得できるように運用を改善した。 

・現在介護中の職員へのヒアリング調査や介護関連セミ

ナー時のアンケート調査、介護休暇の取得状況調査の

分析により、介護支援に関する要望及び問題点を把握

し、支援策の検討を行った。 

・多様性活用（ダイバーシティ）意識の啓発及び浸透の

ために、ユニット長研修、副ユニット長研修及び主

幹・室長代理等研修において、ダイバーシティの重要

性を講義（3回）の内容に盛り込むとともに、グルー
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プ長等研修、中堅研究職員研修、新人研修において、

ダイバーシティに関する講義（4回）を実施した。ま

た、産総研のダイバーシティ意識の啓発及び浸透のた

め職員向けにセミナー（1回）を開催した。 

 

【平成24年度計画】 

・女性研究職をターゲットとしたリクルート活動など、

採用応募への勧誘と広報を引き続き行う。外国人研究

者の積極的な採用に努める。 

また、外国人研究者採用支援のための課題分析を引き

続き進めるとともに、外国の研究者に産総研の研究環

境を理解してもらうため、ホームページなどを通じて

情報発信を行う。 

【平成24年度実績】 

・研究職を希望する女性向けのリクルート活動の一環と

して、引き続き大学の就職情報誌と理系専門誌へ産総

研女性研究者の紹介を掲載した。また、「女子・理工

系」に参加者が限定された合同説明会については、東

京会場に加えて大阪会場にも参加し、採用応募への勧

誘と広報を実施した。女性研究者採用を促すため、前

年度と同様に、各研究分野の採用担当者に対して採用

プロセス途中における女性比率のデータを提示した。 

・外国人研究者の採用プロセスにおいて、TV 会議を活

用した遠隔審査の導入等の弾力化の方針を定めた。外

国人研究者採用支援に関しては、採用を積極的に推進

している他の研究機関の情報収集を行うとともに、産

総研外国人研究者に対して研究環境に関するヒアリン

グ調査を行い、課題を分析した。外国人研究者向けに

ホームページの英語化及びそれらを通じた情報発信を

進め、研究環境の向上に努めた。産総研の社会的責任

（SR）活動・環境活動を紹介する｢産総研レポート｣

の英語版を新たに発行し、外国人研究者を対象とした

コンテンツを拡充した。 

 

【平成24年度計画】 

・ダイバーシティ推進のため、国、自治体及び他の研究

教育機関等との連携関係をさらに発展していく。男女

共同参画を推進するコンソーシアムでは、参画する大

学等教育機関と研究機関で積極的に情報共有を図り、

連携をさらに強化する。 

 

【平成24年度実績】 

・文部科学省「女性研究者研究活動支援事業合同シンポ

ジウム」において、産総研における女性研究者支援に

関する取組を報告するとともに、内閣府発行の機関誌

において、産総研におけるダイバーシティ推進の取組

を紹介した。また、つくば市の男女共同参画審議会に

委員として参加し、次期つくば市男女共同参画推進基

本計画の策定に協力するとともに、男女共同参画に関

するつくば市主催イベントにおいて、実行委員として

事業企画に参加し、7研究教育機関を代表して活動内

容を発表した。産総研が設立した男女共同参画を推進

するコンソーシアムであるダイバーシティ･サポート･

オフィス（DSO）の事務局として、懇話会開催、セ

ミナー開催、メーリングリストによる情報交換、ニュ

ースレター等を通じて情報共有を行うとともに、参画

機関が主催する各セミナーへの相互参加により連携を

強化した。 

 

【第3期中期計画】 

・高度に専門化された研究職の能力向上に重要な要素は、

意識啓発と優秀な研究マネージャによる指導であり、

意識啓発や自己開発スキルに重点をおいた研修を契機

として自己研鑽や OJT を通じた研究能力の一層の向

上を図る。研究開発マネジメント能力を高めるために

は、研修での意識啓発やスキル蓄積に加えて新たなキ

ャリアを積極的に経験させるなどの取組を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・既存の研究職員研修制度を活かしつつ、研究職の能力

向上およびキャリアデザインを意識した、年齢層・職

層に適したさまざまな研修の実施体制整備を行う。特

に、任期付研究職員には、異分野と連携して技術を社

会に展開していく能力を涵養するために、研究活動に

必要となる基礎的能力及び技術的能力の向上を目指し

た研修を行う。 

・また、研究グループ長・室長以上に対する健康管理制

度、勤務管理制度等に係る研修の一層の充実を図る。 

【平成24年度実績】 

・若手の研究職員、特にパーマネント化前の任期付研究

職員に対し、研究遂行能力及び技術の社会への展開力

の向上を目的として、若手研究員初期研修を企画した。

これを含め、研究職員の能力向上及びキャリア開発に

向けた意識啓発を目的とした研修を、11の階層別研修

として整備し、実施した。また研究職員に対する民法

研修、若手研究職員に対する選択カリキュラムを新た

に企画・実施した。 

・研究グループ長・研究チーム長・研究室長を対象とす

る研修で健康管理・労務管理に係る講義を実施すると

共に、安全管理、コンプライアンスの講義も追加した。 

 

【第3期中期計画】 

・研究支援業務における業務の専門性の深化に対応して、

職員の専門性の蓄積を図るための研修（知財、ベンチ

ャー、産学官、財務、能力開発など）やスキルアップ

のための研修（簿記、民法など）などを実施する。ま

た、実際の産学官連携活動等の場での若手職員の

OJT など、産業界との連携を牽引できる人材育成の

仕組みを構築し、産学官連携、国際標準化、知財管理

等をマネージすることができる人材の育成に努める。 
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【平成24年度計画】 

・産業界との連携を牽引できる能力の養成や業務の効率

化ならびに専門性の深化をはかるために OJT による

若手職員の育成を行う。 

【平成24年度実績】 

・OJT リーダーを対象として研修を行い指導能力の向

上を図るとともに、指導者にも制度説明を行った。こ

れにより、新規採用職員、OJT リーダー、指導者の3

者体制の OJT を実施し、効果的かつ効率的な若手職

員の育成を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・プロフェッショナル研修の体系において、次の取組を

実施することによりマネジメント能力等の向上を図る。

①平成23年度から開始した「成果活用人材育成研修」

の研修内容の充実・向上。②研究職員向けのプロフェ

ッショナル研修の研修内容、研修数の充実。③社会情

勢等に即した産業界との連携を牽引できる人材を育成

するための研修の実施。 

【平成24年度実績】 

・成果活用人材育成研修においては、産学官連携、知財、

ベンチャー、国際標準の各分野に精通する外部講師を

招聘する等、研修内容の充実・向上を図った。研究職

員向けプロフェッショナル研修として、新たに知財演

習、研究資金獲得研修を取り入れ、研修内容の充実化

を図った。また、産業界との連携の一助とすべく、民

法･契約知識と民法の知財権への応用について、研究

職員向けセミナーを実施した。 

  

【第3期中期計画】 

・複数の研究成果を統合して「製品化」につなげる人材

の育成においては、職種の別なく広範な育成研修を実

施し、意識啓発とスキルアップを図る。 

 

【平成24年度計画】 

・「製品化」に向けた意識啓発に対応する内容を盛り込

んだ階層別研修を実施する。特に若手任期付研究職員

研修では、本格研究の重要性に重点を置いた内容の研

修を実施する。 

 

【平成24年度実績】 

・階層別研修において次の研修を実施した。 

1) 中堅研究職員研修Ⅰについて、企業における「製品

化」の実例を盛り込んだ研修を実施した。 

2) 若手研究員初期研修について、「製品化」に向けた

意識啓発として、構成学や本格研究についての講義と

演習を取り入れた。 

 

【第3期中期計画】 

・職員の専門性向上のため、内部での研修、外部への出

向研修を積極的に実施し、毎年度300名以上の職員が

研修を受講するよう努める。 

 

【平成24年度計画】 

・プロフェッショナル研修については、高い業務パフォ

ーマンスにつながる質の高い研修体系に整備する。ま

た受講者数について前年度実績以上を目指す。スキル

アップ自己研鑽研修は、職員のニーズや社会情勢等を

踏まえた必要な研修を機動的に取り入れ、効率的で高

い効果が得られる研修を実施する。また、引き続き成

果活用人材育成研修を実施するとともに、省庁等が行

う外部研修への積極的な参加を促す。 

【平成24年度実績】 

・プロフェッショナル研修については、職員の専門能力

向上を目的として、財務会計、広報の研修を行うと共

に、特許演習など研究職員向け研修を追加して拡充を

図った。スキルアップ自己研鑽研修については、英語、

民法、簿記に加え、研究職向け民法セミナーを実施し

た。これらの研修を、延べ425名の職員が受講した。

成果活用人材研修は、外部講師を招聘する等、講義内

容の更なる充実・向上を図り、延べ585名の職員が受

講した。また、外部研修として経済産業省等が実施す

る研修を積極的に受講するよう働きかけ、4研修を延

べ28名の職員が受講した。 

  

【第3期中期計画】 

・共同研究や技術研修の実施に伴う外部研究員の受け入

れ及び産総研研究員の外部派遣などにより、外部人材

との交流を通じた研究水準の向上及び研究成果の産業

界への円滑な移転を推進するとともに、産業界や学会

との人事交流並びに兼業も含む産総研からの人材の派

遣等も実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・共同研究制度、外来研究員制度、技術研究組合制度及

び技術研修等の制度を活用した外部人材の受入を推進

し、引き続き、産業界及び学生等の研究水準の向上と

研究成果の効率的な移転に努める。また、共同研究制

度や連携大学院制度、委員の委嘱、依頼・受託出張、

兼業等の制度を活用した人材の相互交流を積極的に実

施する。 

【平成24年度実績】 

・共同研究の派遣研究員（2034人）、外来研究員（1205

人）、技術研修員（1469人）、技術研究組合のパートナ

ー研究員（609人）等の外部人材を積極的に受入れた。

また、委員委嘱（3571人）、役員兼業（29人）等の制

度の活用に加え、新規の連携大学院協定の締結を行い、

連携大学院制度に基づく教員委嘱（344人）などによ

り、大学等への人材供給を推進し、効率的な成果移転

に努めた。 
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【平成24年度計画】 

・兼業については適正な兼業活動が行われるよう引き続

き注意喚起を行い、所内規程に照らし合わせ適正な審

査を行う。 

【平成24年度実績】 

・兼業申請を遅滞なく行うよう、全職員に対する注意喚

起を行うとともに、所内規程に照らした適時・適切な

審査を行った。 

 

（２）職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

【第3期中期計画】 

・個人評価制度については、産総研のパフォーマンス向

上に向けた職員の意欲を更に高めることを目的として、

評価者と被評価者間のコミュニケーションを一層促進

し、産総研ミッションを反映した中長期的視点を含ん

だ職員個々人の目標設定とその達成へのきめ細かな助

言などを通じた効果的な活用を図る。研究活動のみな

らず成果普及活動を含めた産総研のミッション実現へ

の貢献度や、職務遂行能力等を発揮した研究や業務運

営の円滑化への貢献度等をより適切に評価できるよう

見直しを行う。 

 

【平成24年度計画】 

・これまでの評価制度を継続しつつ、職員採用制度変更

等に適合した評価制度になるよう、見直しを実施する。 

【平成24年度実績】 

・長期評価制度について、採用制度変更（1級研究職員

及び博士型任期付研究員の採用）に伴う昇格審査対象

時期及び評価対象期間の変更と経過措置を導入し、長

期評価の手引きの改正を実施した。また、改正に伴い、

事務職員の必要在級年数の一部見直しも実施した。 

 

【第3期中期計画】 

・職員の職種や業務の性格等を勘案した上で、個人評価

結果を業績手当や昇格等に、より適切に反映させるよ

う適宜見直しを行うとともに、職責手当の見直しを含

め、職員の能力、職責及び実績をこれまで以上に給与

に適切に反映するように検討する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に報告した「業務運営体制の改善について

（中間取りまとめ）」の基本方針に基づき、職員の能

力・職責・実績をより適切に給与に反映する仕組みに

対応した規程改正及び詳細方針を決定し、運用開始を

図る。 

【平成24年度実績】 

・「産総研の研究開発業務の一層の推進のための業務運

営体制の改善について（中間とりまとめ）」を平成24

年6月21日付で理事会决定し、職員の能力・職責・実

績をより適切に給与に反映するため、研究職員の役職

と処遇等の見直し及び事務職員に係る役職定年制の導

入を実施した。 

・研究職5級で役職が主任研究員の者138名（審査対象者

158名（辞退者20名含）について、業績審査及び研究

統括、副研究統括による面談を実施し、上級主任研究

員（新役職）への推薦候補者を決定した。3月1日付で

上級主任研究員の発令を行い、職責手当の見直しを行

った。 

・事務職員に係る役職定年制の導入に伴い、10月1日付

で14名のキャリア主幹発令を行った。 

・上席研究員の審査について、審査・発令のタイミング

が通常の組織再編の時期と不整合であったため、審査

時期を変更し、また、発令猶予期間を設ける等フレキ

シブルに対応できるよう制度の見直しを実施した。 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

（１）コンプライアンスの推進 

【第3期中期計画】 

・定期的な研修及びセルフチェック等の実施を通して、

参加型コンプライアンスを推進し、役職員等の意識向

上を図るとともに、リスク管理活動などの取組におい

て、PDCA サイクルを有効に機能させることにより、

全所的なコンプライアンスの徹底を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・全職員等のコンプライアンスに対する意識向上に向け、

新規採用職員研修、職員基礎研修、セルフチェックの

実施等によって、参加型コンプライアンスの推進を図

る。 

・所内におけるコンプライアンス推進活動の一環として、

身近な事例をもとに「コンプラ便り」を作成・発信し、

職員等のコンプライアンスに関する理解向上に努める。 

【平成24年度実績】 

・参加型コンプライアンスの推進を図るため、新規採用

職員やグループ長等に対してコンプライアンスに関す

る研修を実施した。また、役職員等を対象としたコン

プライアンスセルフチェックを1月に実施し、コンプ

ライアンス意識の向上に努めた。 

・所内におけるコンプライアンス推進活動の一環として、

身近な事例（飲酒運転、倫理規程）を基に「コンプラ

便り」を4通作成し、イントラへ掲載することでコン

プライアンスに関する理解のさらなる増進を図った。 

・ソーシャルメディアサービスの普及が著しいが、ソー

シャルメディア上での個人の発信が社会問題となり、

個人及びその個人の所属する組織の信用を損ねるとい

う事態が起きている。このため、産総研役職員等がソ

ーシャルメディアを利用する際、メリットやリスク、

メディアの特性を正しく理解し、適切に利用すること

を目的としてソーシャルメディア活用ガイドラインを

策定した。 
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【平成24年度計画】 

・役職員が安心して産学官連携活動に取組めるよう、利

益相反マネージメントを実施する。 

・これまでに蓄積された利益相反マネージメントの知見

や外部有識者の意見をマネージメント手法に反映する

ことで、効率的かつ効果的で、時宜にあったマネージ

メントに努める。 

【平成24年度実績】 

・役職員等を対象として、年2回（上期8月、下期2月）

の利益相反に係る定期自己申告を実施し、上期におい

ては3,165名、下期においては3,174名からの申告を受

けた。また、今年度は利益相反上ヒアリングが必要と

認められた役職員等7名に対して外部カウンセラーに

よるヒアリングを実施し、7名全員について「利益相

反上の懸念がない。」との意見を得た。 

・産総研における利益相反マネージメントをさらに効率

的かつ効果的で時宜にあったものとするため、外部有

識者からなる利益相反マネージメント・アドバイザリ

ーボードを開催して意見を聴取した。アドバイザリー

ボードの意見は利益相反マネジメント委員会に報告す

るとともに、同ボードの意見を踏まえて役職員等へ通

知する利益相反上の注意事項を見直すなど、利益相反

マネージメント手法の改善に努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・各部署等におけるリスク管理活動プランの策定及び自

己評価等を通じ、リスク管理の PDCA サイクルを着

実に遂行するとともに、更なる最適化に努め、組織的

なリスク管理の向上を図る。 

・平成23年度に着手したリスクテンプレートの改訂版を

仕上げ、リスク管理手法の向上を図る。 

・内部監査等を活用してリスク管理活動のモニタリング

を行い、その結果を各部署等にフィードバックするこ

とにより、引き続きリスク管理活動の向上に努める。 

・平成23年10月に策定した産総研の事業継続計画

（BCP）について、必要に応じた見直しを行う。 

【平成24年度実績】 

・各部署等のリスク管理活動プランの策定及び自己評価

の結果を基に、リスク管理における取り組み事例や教

訓となる事例等の整理等を行い、今後のリスク管理活

動への参考としてイントラに掲載した。 

・リスク管理活動に用いるリスクテンプレートについて、

平成20年度以降の産総研リスク事例の分析により、事

例の多かったリスク分類を起因別に細分化するなど、

実態に則した見直しを行うとともに、表現の平易化等

の改訂を行った。 

・2地域センター及び21研究ユニットのリスク管理責任

者等とリスク管理活動等に関する意見交換を実施し、

リスク管理に対する意識や取り組み状況などの把握に

努めた。意見交換の内容は、今後の産総研の組織活動

を検討する際の参考として研究ユニット活動総括・提

言委員会等の関係部署に情報提供した。 

・業務継続計画（BCP）については、平成24年5月に旧

特許生物寄託センター業務の他法人への承継に伴う優

先業務の見直し等の改定を行った。また、BCP の実

効性を確保し継続的改善を図るため、関係部署の連絡

会合を開催するとともに、改善・検討の状況と改定に

ついて活動記録の取りまとめを行った。 

 

【平成24年度計画】 

・内部監査や監事監査の支援業務などを通じ、各組織が

実施する業務の有効性及び効率性が担保されているか

の把握に努める。 

・監査結果を遅滞なく業務を所掌する部署にフィードバ

ックし、規程やマニュアル等の見直しを含め、業務の

有効性及び効率性の向上に資する改善提案、助言等を

行う。 

【平成24年度実績】 

・監査の必要性の高い業務（労働時間、物品管理、技術

研究組合等）について書面又は実地で内部監査を実施

し、監査を通じて把握・取得した業務の実態及び客観

的データ等を分析・評価することにより、当該業務の

有効性及び効率性などを把握するとともに、課題等の

抽出を行った。その際、監事監査の支援業務を通じて

監事と適時適切な意見交換を実施することにより、内

部監査の効率と質の向上を図った。 

・内部監査の結果については、被監査部門が課題等を的

確に把握し、改善に向けた活動に主体的に取り組める

よう、監査結果の説明とともに、業務の有効性及び効

率性の観点から改善が必要な課題等について被監査部

門との意見交換を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・中東や北朝鮮等での世界情勢の変化を踏まえて、輸出

管理の徹底はこれまで以上に重要との視点に立ち、研

修会の実施、情報提供を徹底するとともに、経済産業

省等との連携による厳格な輸出管理を引き続き図る。

さらに、中長期的な所内の輸出管理の実施のための人

材育成、知見の共有化を図る。 

【平成24年度実績】 

・安全保障輸出管理に関する研修として、新規採用職員

研修、輸出管理者研修を含め28回の研修を実施した。

経済産業省主催の大学等向け輸出管理説明会に講師と

して招かれ輸出管理の講演を行った（東京、大阪）。

また、昨年度に続き JICA 研修で ASEAN 各国の規

制当局者を受入れ輸出管理について講義等を行った。

ユニットに出向いて説明会を実施するなど、中長期的

な所内の輸出管理実施のため人材育成、知見の共有化

を行った。 
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【第3期中期計画】 

・産総研の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすた

め、保有する情報の提供の施策に関する充実を図ると

ともに、開示請求への適切かつ迅速な対応を行う。ま

た、個人の権利、利益を保護するため、産総研におけ

る個人情報の適正な取扱いをより一層推進するととも

に、個人情報の開示請求等に適切かつ迅速に対応する。

情報セキュリティポリシーの適正な運用を継続維持し、

セキュリティや利便性の高いシステムの構築を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・情報公開窓口の円滑な運用を行い、開示請求及び問い

合わせ等に適切に対応するとともに、ホームページを

活用した法令に基づく最新情報掲載及び情報公開窓口

における研究成果資料の整備等を行い、情報提供の一

層の推進を図る。 

【平成24年度実績】 

・開示請求及び問い合わせ等に対し、請求対象となった

法人文書を管理する部署等との十分な調整により適切

に対応した。（法人文書開示請求6件、開示等決定7件、

他機関からの意見照会4件) 

・公式ホームページの法令等に基づく公表事項のレイア

ウトを見直し、一部リンク追加する等、利便性の向上

を図った。またレイアウト変更に伴い、併せて公式ホ

ームページ上の重複掲載情報を整理するとともに、確

実に最新情報を参照できるリンク設定とした。 

・従来まで情報公開・個人情報保護推進室閲覧室と図書

室に分散し保管されていた研究成果資料について、重

複資料を整理し、図書室において一元的に管理し、情

報提供することにより、利用者の利便性向上を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・個人情報保護窓口及び苦情相談窓口の円滑な運用を行

い、開示請求等に適切に対応するとともに、個人情報

の管理に関して、部署等が個人情報を効率的に管理で

きる資料を作成し提供を行う。 

【平成24年度実績】 

・開示請求等に対し、請求対象となった法人文書を管理

する部署等との十分な調整により適切に対応した。

（保有個人情報開示請求1件、移送による訂正請求2件、

諮問1件) 

・個人情報の管理にあたり、公表等が必要な「個人情報

ファイル」の特定が容易になるよう、自主点検シート

に「判定機能」を追加した。 

 

【平成24年度計画】 

・情報セキュリティポリシーの適正な運用を継続維持し、

業務遂行に必要なセキュリティ水準の向上と対策を効

果的、効率的に実施する。また、セキュリティや利便

性の高いシステムの構築については、大規模災害時の

産総研ネットワークの可用性確保のため、電子メール

システムのアウトソーシング（クラウド化）の運用を

開始する。また、ネットワーク関連システムの更新に

より、所内ネットワークの速度向上と冗長化の両立を

実現する。さらに、投資効果を勘案し、業務システム

の改修を行う。 

【平成24年度実績】 

・「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一規範」

（平成23年4月情報セキュリティ政策会議決定）との

整合性を図るため、情報セキュリティポリシー（基本

方針、規程、要領、実施ガイド）の全面改訂に向け原

案作成に着手した。 

・情報セキュリティ意識の啓発、確認のための自己点検

（セルフチェック）と個人情報保護セルフチェックと

を業務の効率化、省力化の観点から統一実施した。実

施率は役職員97.8%（平成23年度96.7%）、契約職員、

外来者を含めた全体で92.5%（同92.3%）であった。

併せて、点検項目や内容を拡充し、各部門等の情報セ

キュリティ対策の向上のための情報として実施結果を

還元した。 

・産総研の情報セキュリティ対策の PDCA サイクルを

確立のため、平成24年度のローテーション監査対象と

なる24の研究推進組織等に対して情報セキュリティ監

査及び137の外部公開サーバの脆弱性診断を実施した。

また、前年度の監査対象のうち指摘事項のあった20の

本部・事業組織について改善確認（フォローアップ監

査）を実施し、平成25年3月18日に開催された監査報

告会で報告を受けた。 

・情報セキュリティ対策の周知、情報セキュリティ意識

の維持・継続等のため、研修コンテンツの柔軟な管理、

受講者管理等の機能を持つ新たな情報セキュリティ研

修 e-ラーニングシステムを更新した。 

・外部からの新たな脅威に対して産総研の情報機器を守

るため、高性能アンチウィルスソフト symantec 
endpoint protection 12の普及、および、次世代ファ

イアウォール Palo Alto の導入を行った。その上で、

それらからの検知情報を統合的に監視するセキュリテ

ィ監視管理サービス（managed security service）の

運用を開始し、ウィルス侵入に対する即応体制の構築

を行った。 

・クラウド型のメールサービスである google apps for 
business を導入し、運用を開始すると共に、関連す

る認証サーバ、DNS サーバについてもクラウド化を

実施する事により大規模災害時のメールシステムの可

用性を確保した。また、google apps for business に

付随する強力なクラウド上の SPAM フィルターの効

果により情報セキュリティを向上させた。 

・メールシステムのクラウド化を契機にネットワークの

システム構成を根本から見直し、基幹のスイッチ数を

6システムから2システムに削減すると共に、最新の基
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幹スイッチ構成を導入し、2倍の速度向上と冗長化の

両立を図った。クラウド化に伴うサーバ群の大幅な削

減を含めて、メールシステムのクラウド化による費用

削減効果は約1.5億円となった。 

・一層効率的な投資効果を得るため、本部・事業組織に

おける情報システム化の計画・予算要求に係る審議の

手順について見直しを行うとともに、以下の対応を行

った。 

1) 旅費システムの Internet Explorer7対応のための改

修を行った。 

2) 個人スケジュール並びに施設予約管理を旧グループ

ウェアから google apps for business へ移行し、同時

にそれに伴う個別業務システムへの影響対応を行った

（例：人事給与システムの給与明細発信機能改修）。 

3) 法令改正対応（復興特別所得税新設）を行った。 

・業務用ファイル共有システムを更新し、平成24年9月

より運用を開始した。 

 

（２）安全衛生及び周辺環境への配慮 

【第3期中期計画】 

・事故及び災害等の発生を未然に防止するため、PDCA
サイクルによる継続的な安全管理活動を推進するとと

もに、安全衛生管理体制の維持強化を図り、業務を安

全かつ円滑に遂行できる快適な職場環境づくりを進め

る。 

 

【平成24年度計画】 

・事故及び災害等の発生を未然に防止するため、「環境

安全マネジメントシステム」のより実効的運用を図る。

特に、平成23年度は平成22年度に比して事故件数が増

加していることから、事故報告やヒヤリハット報告か

ら得られる情報を分析し、再発防止策を充実させ、事

故件数の低減及び人的被害の最小化を図る。また、各

事業所・地域センターにおける環境安全マネジメント

内部監査への参加・支援を積極的に実施するとともに、

各事業所・センターの改善点や評価点の情報を共有し、

各事業所間の運用レベルの均一化及びレベルアップを

図る。 

【平成24年度実績】 

・所内で発生した事故及びヒヤリハット報告の情報をと

りまとめ、それらの分析結果及び再発防止策を所内イ

ントラネットに掲示するとともに、毎月の全国総括安

全衛生管理者補佐会議を通じて所内全員に周知した。

一般事故件数は平成23年度より15件減少し（合計40

件）、うち、人的被害事故件数は平成23年度を6件下回

る22件であった。 

・全事業所及び地域センターにおいて運用している「環

境安全マネジメントシステム（ESMS）」について、

安全管理担当者が事務局等として参加し、事業所及び

地域センターにおいて計11回の内部監査を実施した。

また、各事業所及び地域センターの取り組みについて、

7月及び2月に開催した全国安全衛生管理担当者会議で

相互に紹介し、改善点や評価点の情報の共有を図った。

ESMS の運用によって省エネルギー意識の向上、業

務記録の確認、安全衛生に係る設備の自主点検等を的

確に実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・ライフサイエンス実験管理室においては、情報系人間

工学実験を審議する委員会を設置するとともに、既存

の7つの委員会の運営及びヒト由来試料実験、組換え

DNA 実験、動物実験、生物剤毒素使用実験の実地調

査を継続して実施する。また、外部有識者による講演

会を開催し、倫理、安全性の確保及び最新の情報の周

知を図る。 

【平成24年度実績】 

・研究所におけるライフサイエンス実験に関して、倫理

面及び安全面から実験計画内容を審議する委員会を12

回開催するとともに、ヒト由来試料実験、組換え

DNA 実験、動物実験及び生物剤毒素使用実験の実地

調査を実施した。 

・情報系人間工学実験については、既存の人間工学実験

委員会で約15件（全体の約8%）の計画を審査すると

ともに、新たな委員会の設置の要否及び運営等を

WG 等で検討し、既存委員会の体制変更の方向性を

決定した。 

・ライフサイエンス実験に係る実験責任者及び実験従事

者に対し、倫理、安全に関する教育訓練講習会を開催

した（延べ732名参加）。特に組換え DNA 実験関連で

は、適切な導入・廃棄等の周知徹底を図るとともに、

必要に応じ直接指導を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・各事業所・地域センターとの連携により、放射線業務

従事者の登録及び被ばく管理、並びに管理区域線量測

定等の監督・指導を、引き続きつくばセンターで一元

的に行う。 

・放射線管理業務の更なる効率化に向けて、不要になっ

た放射性物質の廃棄、核燃料物質の集約化・外部移管

を推進し、不要になった放射線関連施設を廃止する。 

・各事業所・地域センターの現地調査を実施することに

より、放射線管理に係る法令順守を徹底する。 

・原発事故に関連して、除染関連研究を実施するための

所内ルール作りを行う。また、引き続きつくば市他関

係機関と連携して、市民の役に立つ情報提供等の支援

を行う。 

【平成24年度実績】 

・各事業所及び地域センターの放射線業務従事者、エッ

クス線装置使用者等の一元管理を引き続き行うととも

に、教育訓練未受講者の抽出等管理データを操作する
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機能を追加するなど管理システムの改修を行った。ま

た、一元管理推進の一環として、つくばセンターにお

ける統一形式の放射線障害予防規程の策定を進め、関

連部署及び規制当局との調整を行い、つくばセンター

各事業所の予防規程について、変更手続きを完了した。 

・放射線管理業務の効率化については、つくばセンター

において不要になった放射性物質の廃棄を実施すると

ともに放射性同位元素取扱施設を廃止した。また、中

部センターからつくばセンターへの核燃料物質の移管

を実施し、計画通り全地域センター及び事業所の核燃

料物質の集約化を完了した。さらに、集約化の完了し

た事業所における核燃料施設廃止手続き及び核燃料物

質の外部移管に向けた手続きを推進した。 

・つくばセンター各事業所及び地域センターの放射線関

連法令遵守状況の現地調査を実施した。平成23年度の

課題について確認するとともに、平成24年度の法令遵

守状況に問題が無いことを確認した。 

・原発事故由来の放射性物質について、除染研究に関す

る基本ルールを策定するとともに、所内外での研究実

施にあたっての一連のルールを整備した。また、放射

性物質汚染地域での地質調査を行うにあたっての安全

確保に関するマニュアルを策定した。 

・つくばセンター敷地内の空間線量率連続測定結果を平

成23年度に引き続き公式 HP で公表するとともに、一

般公開で測定システムの見学ツアーを実施する等、市

民への情報提供を行った。 

 

【第3期中期計画】 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、

PDCA サイクルによる環境配慮活動を推進するとと

もに、活動の成果等を環境報告書として取りまとめ毎

年公表する。 

 

【平成24年度計画】 

・環境配慮活動を推進するため「環境安全マネジメント

システム」の運用を推進する。特に、環境負荷が大き

い環境事故について対策の強化を図る。 

・改正水質汚濁防止法に対応し、有害物質使用特定施設

等の点検を実施する。 

・環境配慮活動の取組及び実績について、「産総研レポ

ート」として公表する。 

【平成24年度実績】 

・「環境安全マネジメントシステム」の運用を推進し、

特に、有害物質の漏えい・流出を想定した緊急事態対

応訓練をつくばセンターの6事業所で実施した。 

・水質汚濁防止法の改正にともない、特定施設の定期点

検に係る点検要領を作成し、事業所及び地域センター

の施設担当者及び職員等に周知した。また、点検内容

について所管の自治体と調整を行い、すべての事業所

及び地域センターにおいて、特定施設等の点検を実施

した。 

・環境配慮の取組及び実績について、SR 報告書「産総

研レポート2012社会・環境報告」として公表した。特

に、環境トピックスとして、つくばセンターにおける

放射線量の測定状況や平成23年夏期の節電対策につい

て紹介した。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研全体としてのエネルギー消費、温室効果ガス排

出についての実情分析を行い、現状を定量的に把握す

る。当該分析結果を活用し、エネルギー多消費型施設

及び設備の省エネルギー化を推進するとともに、高効

率の機器を積極的に導入することにより、エネルギー

の削減を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・昨年度に構築した総電力監視システムを活用し、夏期

の電力ピークカットに貢献する。 

・クリーンルーム並びに恒温恒湿室等の一般空調化など

の省エネルギー対策を行うことにより、総エネルギー

使用量の削減を推進する。 

・産総研の敷地内で活動する技術研究組合の使用電力量

を適切に把握するため、技術研究組合向けの電力量計

を設置するための実態（設置場所・費用等）調査を行

う。 

【平成24年度実績】 

・夏期の電力ピークカットに対応するため、以下の措置

を講じることで、つくばセンター全体で平成22年度に

比べて11%、各地域センターで節電目標値に比べて12

～48%のピーク電力削減を達成した。 

1) 平成24年度はつくばセンターの各事業所及び臨海副

都心センターに加え、全ての地域センターにおいても

1週間の夏季輪番・一斉休暇の実施 

2) 大電力消費施設の一部稼動停止や負荷分散運転 

3) 空調設備の一部稼働停止や負荷の低減 

4) つくばセンター各事業所、地域センター2箇所の総

電力監視システムデータを可視化した。具体的には、

イントラネットに掲載することで職員等がリアルタイ

ムで現在の電力使用状況を把握できるようにした。 

・クリーンルーム並びに恒温恒湿室の一般空調化を4件

完了し、総エネルギー使用量を削減した。 

・技術研究組合向け電力量計設置のための実態（設置場

所・費用等）調査を行い、9つの技術研究組合の92部

屋に合計284個の電力計を設置し、計測を開始した。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

１．予算（人件費の見積もりを含む） 

 平成24年度決算報告書によって明示する。 

【第3期中期計画】 

（参考） 
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［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（G（y））については、以下の数

式により決定する。 

G（y）（運営費交付金） 

＝〔｛（Aa（y-1）－δa（y－1））×β＋（Ab（y-1） 

×ε）｝×αa＋δa（y）〕＋〔｛（Ba（y-1）－δb（y-
1））×β＋（Bb（y-1）×ε）｝×αb×γ＋δb（y）〕
－C 

・G（y）は当該年度における運営費交付金額。 

・Aa（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち一般管理費相当分のＡ分類人件

費相当分以外の分。 

・Ab（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち一般管理費相当分のＡ分類人件

費相当分。 

・Ba（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち業務経費相当分のＡ分類人件費

相当分以外の分。 

・Bb（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事

業に係る経費※のうち業務経費相当分のＡ分類人件費

相当分。 

・C は、当該年度における自己収入（受取利息等）見込

額。 

※ 運営費交付金対象事業に係る経費とは、運営費交

付金及び自己収入（受取利息等）によりまかなわれる

事業である。 

・αa、αb、β、γ、εについては、以下の諸点を勘

案した上で、各年度の予算編成過程において、当該年

度における具体的な係数値を決定する。 

αa（一般管理費の効率化係数）：毎年度、平均で前

年度比3%以上の削減を達成する。 

αb（業務経費の効率化係数）：毎年度、平均で前年

度比1%以上の効率化を達成する。 

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用

する。 

γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新

たな政策ニーズや技術シーズへの対応の必要性、独立

行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、

具体的な伸び率を決定する。 

・δa（y）、δb（y）については、新規施設の竣工に伴

う移転、法令改正に伴い必要となる措置、事故の発生

等の事由により、特定の年度に一時的に発生する資金

需要について必要に応じ計上する。δa（y-1）、δb
（y-1）は、直前の年度におけるδa（y）、δb（y）。 

・ε（人件費調整係数） 

 

２．収支計画 

 平成24年度貸借対照表及び損益計算書によって明示

する。 

（１）運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

【第3期中期計画】 

・産総研の限られたリソースを有効に活用し、相対的に

優先度が低い研究プロジェクトにリソースを割くこと

がないよう、外部資金の獲得に際しての審査に当たっ

ては、以下の点に留意するものとする。 

① 外部資金の獲得に当たっては、それによる研究開

発と実施中の研究開発プロジェクト等との関係・位

置付けを明確にするとともに、産総研のミッション

に照らして、産総研として真に優先的、重点的に取

り組むべき研究開発とする。 

② 特定の研究者に過剰に資金が集中することや他の

研究開発課題の進ちょくに悪影響を与えることがな

いよう研究者の時間配分を的確に把握、管理する。 

 

【平成24年度計画】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、研究開

発に対する研究者の取組状況を把握し、外部資金を獲

得して優先的に実施する研究テーマと、運営費交付金

で重点化して実施する研究テーマを見極めた効率的な

運営費交付金事業を実施する。 

【平成24年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、研究職

員の研究開発への取組状況を把握、管理すると共に、

外部資金で行う研究開発が産総研のミッションに照ら

して、優先的、重点的に取り組むべきものになるよう、

外部資金獲得に際しての審査を継続して行った。 

  

【第3期中期計画】 

・外部資金による研究開発が産総研の研究開発活動にど

のように寄与、貢献しているのか、個々の外部資金の

性格に応じて、その有効性を定期的に検証し、その結

果を踏まえ、外部資金の獲得による研究開発の在り方

について、一層の効率化、重点化の観点から、所要の

見直しを行うものとする。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度においては、研究テーマデータベースシス

テムを活用して、外部資金による研究開発が産総研の

研究開発活動にどのように寄与、貢献しているのか、

個々の外部資金の性格に応じて、その有効性の検証を

引き続き行う。 

【平成24年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用して、外部資

金による研究開発が研究開発活動にどのように寄与、

貢献しているのか、個々の外部資金の性格に応じて、

論文等の成果の観点から検証を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・産総研の事業について、個々の目的や性格に照らして、

運営費交付金で行う研究と外部資金で行う研究との研
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究戦略上の位置づけを一層明確化するとともに、民間

企業における自社内研究テーマと産総研に期待する共

同研究ニーズの的確な把握のための体制整備等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度においては、個々の目的や性格に照らして、

運営費交付金で行う研究と外部資金で行う研究との研

究戦略上の位置づけの一層の明確化を目指し、研究テ

ーマデータベースを活用して研究戦略と各研究テーマ

の関連と年度推移の分析を行う。 

【平成24年度実績】 

・研究テーマデータベースシステムを活用し、運営費交

付金で行う研究と外部資金で行う研究のそれぞれの研

究テーマについて研究戦略との関連付けを行い、年度

推移の分析を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・大型の外部資金の獲得に当たっては内部の人材を広く

集積させる組織体制を構築し、所内のプロジェクト責

任者を中心として体制を組む。また、外部資金の獲得

の際には、特に民間資金の場合は産総研のこれまでの

投入資源を踏まえてユニット内で決定する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度においても、プロジェクト責任者を中心と

した体制により大型の外部資金の獲得に努めるととも

に、民間資金については、これまでの投入資源を踏ま

えつつ、研究ユニットの連携研究及び技術移転推進テ

ーマを発展させて獲得を図る。 

【平成24年度実績】 

・20の技術研究組合に参画し、21の大型外部資金プロジ

ェクトを推進した。うち7の大型外部資金プロジェク

トについては、産総研研究職員がプロジェクトリーダ

ーを務める研究開発を実施した。また、イノベーショ

ンコーディネータを中心に、研究ユニットの研究テー

マを企業との共同研究に発展させて、外部資金の獲得

を推進した。 

  

（２）共同研究等を通じた自己収入の増加 

【第3期中期計画】 

・企業との共同研究などの促進のための外部資金の獲得

に対するインセンティブ、国益に沿った形での海外か

らの資金獲得、研究施設の外部利用等の際の受益者負

担の一層の適正化等の検討を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用する形で

実施される外部資金による研究規模の拡大を図るため、

企業との共同研究などの促進のための外部資金の獲得

に対するインセンティブ制度の改善を図る。また、国

益に沿った海外からの資金の受入及び研究施設の外部

利用等の際の受益者負担に係る制度改善等の一層の適

正化に向けた検討を引き続き実施する。 

【平成24年度実績】 

・海外を含む外部機関からの研究資金受入や研究施設の

外部利用に関する制度等の外部との連携推進の検討と

あわせて、共同研究・受託研究、人材の受入、技術研

究組合参画研究に関する所内インセンティブ制度の拡

充を図り、外部資金獲得および連携制度活用に係るモ

チベーションを向上させ、外部資金による研究規模の

拡大を推進した。所内インセンティブ制度の拡充とし

て、具体的には、外部資金獲得のインセンティブ配分

率を平成23年度の70%から平成24年度は80%に引き上

げを行った。 

・研究施設等の外部利用の際の受益者負担につき、受託

研究等経費算定要領を一部改正（徴収料金の見直し

等）し、適正化を図った。 

 

【第3期中期計画】 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方

針を策定し、コアとなる技術に加え、その周辺技術や

応用技術についても戦略的に特許を取得することで効

果的に技術移転を行う。また、成果移転対価の受領方

法を柔軟化する。 

 

【平成24年度計画】 

・産業界への技術移転を活性化するため、成果移転対価

の受領方法の柔軟化（金銭以外の財産による成果移転

対価の取得等）について、引き続きタスクフォースで

検討を行う。【再掲】 

【平成24年度実績】 

・タスクフォースでの検討を踏まえ、産総研技術移転ベ

ンチャー企業における金銭以外の株式・新株予約権等

での成果移転対価支払いに関するニーズ調査を基に検

討を行った。 

【再掲】 

 

【第3期中期計画】 

・オープンイノベーションの促進、共同研究等連携によ

る地域発イノベーション創出を目指したコーディネー

ション活動の全国規模での展開、強化を通じた取組も

行う。 

 

【平成24年度計画】 

・つくばと地域センターに配置したイノベーションコー

ディネータの全国的なネットワーク機能の活用と、産

総研研究者と企業、大学、公設試験研究機関等との有

機的な結合を図り、産学官連携共同研究施設（オープ

ンスペースラボ）等と共同研究制度等の産学官連携制

度の活用により、オープンイノベーションを促進する。 
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【平成24年度実績】 

・各イノベーションコーディネータ（IC）のコーディ

ネーション活動の紹介と議論を行う「IC 会議」（月2

回）、つくばと地域センターの IC を一堂に会した

「全国 IC 会議」（年2回）、各分野の焦点技術と IC の

コーディネーション活動、知財戦略の共有を図る「各

分野企画室との意見交換会」（年2回）を開催すること

で、IC、イノベーション推進本部、および研究分野

間のネットワークを強化し、分野横断・全国規模での

連携の推進を行った。 

また、地域センターのオープンイノベーション機能に

関連する事業（共同研究、技術研究組合、技術研修、

外来研究員）の関係経費（施設使用料、人頭経費）に

ついて、所長裁量で柔軟に料金設定ができる運用を開

始し、施設の利用促進を図ることで拠点の活性化を図

った。また、オープンスペースラボとして、臨海副都

心センターおよび四国センターでは装置等を備えた公

開スペースを設置して、地域の中小企業や研究機関と

の共同研究を行い、オープンイノベーションハブ機能

の強化を推進した。 

 

【平成24年度計画】 

・地域発イノベーションの創出を目指し、産業技術連携

推進会議を活用した各地域の技術的共通課題の抽出と、

地域企業とオール産総研での連携を推進する。また、

昨年度被災地の中小企業等に対して実施した、イノベ

ーションコーディネータ、産業技術指導員等による訪

問、ニーズのヒアリング、産総研研究者とのマッチン

グ等による連携構築のスキームについて、他地域へも

展開し、地域企業とのオール産総研での連携を促進す

る。 

【平成24年度実績】 

・産業技術連携推進会議を活用した事業として、地域産

業界及び公設試と連携し、「研究連携支援事業」とし

て新規・継続課題4件、準備課題6件を実施した。 

・今年度の重点地域としては中国地域を対象とし、産業

技術指導員やコーディネータが、中国センターと協力

して、地域の有望中小企業の訪問や研究者とのマッチ

ング、本格研究ワークショップにおける技術相談など

を行った。この中から、産総研との本格的な共同研究

を目指した公的研究資金への提案を希望する企業7社

が、中小企業共同研究スタートアップ事業を活用して

提案準備を実施している。なお、7社中6社は、中国セ

ンター以外(つくば、東北、九州)の研究者との連携で

あり、オール産総研での対応を進めた。 

 

【第3期中期計画】 

・技術相談、技術研修にあたっては、受益者負担の観点

から制度の見直しを行う。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、技術相談及び技術研修の実施にあたり、検

討チームによる検討を継続し、適正な課金制度の方針

を立てる。 

【平成24年度実績】 

・技術相談及び技術研修の実施にあたり、検討チームに

より、受益者負担、制度利用促進の観点の両面から適

正な課金制度の検討を行った。 

  

【第3期中期計画】 

・このように従来以上の外部資金獲得可能性を検討し、

外部資金の一層の獲得を進める。 

 

【平成24年度計画】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを提供すること

で、引き続き、外部資金による研究規模の拡大を目指

す。また、資金提供型共同研究、受託研究、技術研修

等の制度について、引き続き、柔軟性の向上とともに

受益者負担の観点も踏まえ、検討チームによる見直し

を行い、方針を立てる。 

【平成24年度実績】 

・「人」や「場」等の産総研のリソースを活用して20の

技術研究組合に参画し、17の技術研究組合の主たる研

究拠点を産総研内に設置して集中研究を実施した。 

・技術研究組合事業の実施に関わる所内手続きや相手機

関との覚書の雛形を定めた技術研究組合事業実施要領

を制定した。 

・大型共同研究の創出のため、産総研をハブとして複数

企業等がコンソーシアムを形成して行う、資金提供型

共同研究を、新たに「イノベーションコンソーシアム

型共同研究」として制度上、位置づけ、その活用促進

等をサポートする体制を構築した。 

・企業との大型共同研究の立ち上げにおいて、ボトルネ

ックとなっている技術的課題等を企業と協力して特定

し、それをフィージビリティスタディにより解決する

ことにより、速やかな大型共同研究の創出を図る「資

金提供型共同研究獲得支援事業（カタパルト事業）」

の試行を行った（フィージビリティスタディ11テーマ

を実施）。 

・この結果、産総研の「人」や「場」等を活用した外部

資金による研究規模は、運営費交付金の59.2%となっ

た。 

【再掲】 

  

３．資金計画 

 平成24年度キャッシュ・フロー計算書によって明示

する。 

  

Ⅳ．短期借入金の限度額 

【第3期中期計画】 
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（第3期：19,220,000,000円） 

想定される理由：年度当初における国からの運営費交付

金の受け入れが最大3ヶ月遅延した場合における産総研

職員への人件費の遅配及び産総研の事業費支払い遅延を

回避する。 

 

【平成24年度計画】 

・なし 

【平成24年度実績】 

・短期借入金の実績なし 

  

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

【第3期中期計画】 

次の不要財産の国庫納付を行う。 

・九州センター直方サイトの土地（福岡県直方市、

22,907.33m2）及び建物について、平成24年度中に現

物納付を行う。 

・中部センター瀬戸サイトの土地（愛知県瀬戸市、

12,327.11m2）及び建物について、平成25年度中に現

物納付を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・九州センター直方サイトについては、土壌汚染対策掘

削除去工事を行い、平成24年7月以降国庫納付予定。 

【平成24年度実績】 

・九州センター直方サイトについては、平成25年2月15

日に現物による国庫納付を行った。 

  

Ⅵ．剰余金の使途 

【第3期中期計画】 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・用地の取得 

・施設の新営、増改築及び改修 

・任期付職員の新規雇用 等 

 

【平成24年度計画】 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・用地の取得 

・施設の新営、増改築及び改修 

・任期付職員の新規雇用 等 

【平成24年度実績】 

・独立行政法人通則法第44条3項により主務大臣の承認

を申請した積立金の実績なし。（剰余金は発生してい

ない） 

  

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

１．施設及び設備に関する計画 

【第3期中期計画】 

・施設整備に際しては、長期的な展望に基づき、安全で

良好な研究環境の構築、ライフサイクルコストの低減、

投資効果と資産の活用最適性に配慮した整備を計画的

に実施する。 

 

【平成24年度計画】 

①【平成22年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・新営棟建設として、世界的産学官連携研究センター

整備事業を引き続き実施する。 総額29.9億円 

つくばセンター  西事業所 

②【平成23年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、耐震化改修の整備事業を引き続

き実施する。 

  つくばセンター第5事業所、東事業所（平成21、22、

23年度の3ヵ年国庫債務負担行為：23年度分として

総額13.5億円） 

③【平成23年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・倒壊の危険性が高い施設の改修の整備事業を引き続

き実施する。  総額18.9億円 

・内壁倒壊・外壁落下の危険性が高い施設の改修を引

き続き実施する。  総額4.5億円 

④【平成23年度施設整備費補助金（3次補正）】 

・新営棟建設として、福島再生可能エネルギー研究開

発拠点整備事業を引き続き実施する。 総額50.0億

円 

・東南海・南海地震予測のための地下水等総合観測施

設の整備を引き続き実施する。 総額10.9億円 

⑤【平成24年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、耐震化改修を実施する。 

つくばセンター 第7事業所（平成24、25年度の2ヵ

年国庫債務負担行為：24年度分として総額2.6億

円） 

・老朽化対策として、石綿関連改修の整備事業を実施

する。  総額5.6億円 

⑥【平成24年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・研究開発拠点の再構築として、北海道センター、東

北センター、つくばセンター、関西センター、九州

センターにおいて新研究棟の整備事業を実施する。 

総額110億円 

・老朽化対策として、建築関連改修、電力関連設備改

修、給排水関連設備改修、排ガス処理設備改修、空

調設備改修、廃水処理設備改修、エレベーター設備

改修を実施する。 総額218億円 

【平成24年度実績】 

①【平成22年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・新営棟建設として、世界的産学官連携研究センター

整備事業を実施し、完了した。 実績額29.9億円 

つくばセンター  西事業所 

②【平成23年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、耐震化改修の整備事業を実施し、

完了した。 

  つくばセンター 第5事業所、東事業所（平成21、22、
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23年度の3ヵ年国庫債務負担行為：平成23年度分と

して 実績額13.5億円） 

③【平成23年度施設整備費補助金（1次補正）】 

・災害復旧のための施設・設備改修として、倒壊の危

険性が高い施設の改修の整備事業を実施し、完了し

た。  実績額12.4億円 

・災害復旧のための施設・設備改修として、内壁倒

壊・外壁落下の危険性が高い施設の改修を実施し、

完了した。  実績額12.7億円 

④【平成23年度施設整備費補助金（3次補正）】 

・東日本大震災復旧・復興に係る新営棟建設として、

福島再生可能エネルギー研究開発拠点整備事業の工

事に着手した。（平成25年度へ繰越） 総額50.0億

円 

・東日本大震災復旧・復興に係る、東南海・南海地震

予測のための地下水等総合観測施設の整備を実施し

た。（平成25年度へ繰越）    総額10.9億円 

⑤【平成24年度施設整備費補助金（当初）】 

・老朽化対策として、耐震化改修の工事に着手した。

（平成25年度へ繰越） 

 つくばセンター 第7事業所（平成24、25年度の2ヵ

年国庫債務負担行為：平成24年度分として総額2.6

億円） 

・老朽化対策として、石綿関連改修の整備事業を実施

し、完了した。 実績額5.6億円 

⑥【平成24年度施設整備費補助金（1次補正）】（25年3月

に交付決定） 

・研究開発拠点の再構築として、つくばセンター、関

西センター、北海道センター、東北センター、九州

センターにおいて新研究棟の整備事業を実施する。 

（平成25年度へ繰越）総額110億円 

・老朽化対策として、建築関連改修、電力関連設備改

修、給排水関連設備改修、排ガス処理設備改修、空

調設備改修、廃水処理設備改修、エレベーター設備

改修を実施する。（平成25年度へ繰越）総額218億円 

 

２．人事に関する計画 

【第3期中期計画】 

・第3期中期目標期間において、第2期中期目標期間にま

とめた人材開発戦略会議の報告の内容を具体化しつつ、

新たな中長期的な人事戦略とし、人材の競争性、流動

性及び多様性をより一層高めるとともに、研究マネジ

メント等様々な分野における専門的な人材の確保、育

成に取り組む。 

 

（参考１） 

期初の常勤職員数            3,190人 

期末の常勤職員数の見積もり：期初と同程度の範囲で人

件費5%削減計画を踏まえ弾力的に対応する。 

※任期付職員については、受託業務等の規模や研究開発

力強化法の趣旨に則って必要人員の追加が有り得る。 

 

（参考２）第3期中期目標期間中の人件費総額 

中期目標期間中の総人件費改革対象の常勤役職員の人件

費総額見込み：133,793百万円 

なお、総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込

みと総人件費改革の取組の削減対象外となる受託研究費

等により雇用される任期付研究員の人件費との合計額は

137,602百万円である。（受託業務等の獲得状況により増

減があり得る。） 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員

諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職

員給与に相当する範囲の費用である。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に報告した「業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」につき、関係部署との協議を更

に進め、この中で整理した各措置を導入する。また継

続検討課題は、引き続き検討を行う。【再掲】 

【平成24年度実績】 

・平成23年度に報告した「業務運営体制の改善について

（中間とりまとめ）」を引き続き検討し、「産総研の研

究開発業務の一層の推進のための業務運営体制の改善

について（中間とりまとめ）」を平成24年6月21日付で

理事会决定し、下記措置を実施した。 

1) 研究推進組織における研究職員の役職等の見直し

（平成25年3月1日） 

・役職の見直し 

5級研究職員が就く役職として、上級主任研究員及び

研究主幹を新設。上級主任研究員については任用審査

を実施した。 

従来は上席研究員と称していた役職につき、首席研究

員に名称を変更した。 

・職責手当の見直し 

役職に就かない5級研究職員、首席研究員等の役職に

ついて職責手当の見直しを行った。 

2) 若手の任期付研究職員の処遇の見直し（平成24年4

月1日） 

博士型任期付研究員制度を新設。61名を採用し、従前

の産業技術人材育成型任期付研究員と比べ、職責手当

の見直しを行った。 

3) 専門的な業務を担う人材の確保 

施設整備・管理業務を担う人材の平成25年4月1日採用

に向けて、公募・選考を実施し、平成25年4月1日付で

採用するべく3名を内定した。 

4) 本部組織・事業組織の職制の見直し（平成24年10月

1日） 

事務職員について管理職員と非管理職員の区分を明確

化した。 

5) 事務職員に係る役職定年制の導入（平成24年10月1



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1063) 

日） 

役職定年制を導入し、役職定年後のポストとしてキャ

リア主幹を新設し、導入日に14名の発令を行った。 

6) 事務系契約職員等に対する職員登用制度の導入 

地域型任期付職員として、平成24年4月1日付で2名を

採用した。また、平成25年4月1日付で採用するべく5

名を内定した。 

【再掲】 

 

【第3期中期計画】 

・研究職はより若手の研究者、事務職は求める専門性の

視点での採用を検討、推進する。また、女性研究者や

外国人研究者の採用も積極的に行う。 

 

【平成24年度計画】 

・研究職については、優秀かつ多様な人材を確保するた

めの方策を継続的に検討していく。さらに研修制度の

改善などを行い、任期付研究職員制度の持続的発展に

努める。【再掲】 

【平成24年度実績】 

・平成23年度までの産業人材育成型任期付研究員制度を

見直し、今後の産業技術の発展を担う若手を、育成を

考慮して採用する博士型任期付研究員制度に改定した。

また第1回公募選考の公募期間を1ヶ月延ばし締切を新

年度にすることにより、学位取得見込み者の応募を促

し、若年層博士号取得者の採用の拡大を図った。この

結果、平成24年度の第1回公募選考における応募人数

が若年層を中心に増加した。（26-29歳：平成23年度第

1回公募95名→平成24年度第1回公募112名、30-32歳：

102名→107名、全体：373名→397名） これまでの研

修制度を整理拡充し、新しく若手研究員に対する「若

手研究員初期研修」を実施した。【再掲】 

 

【平成24年度計画】 

・女性研究職をターゲットとしたリクルート活動など、

採用応募への勧誘と広報を引き続き行う。外国人研究

者の積極的な採用に努める。 

【平成24年度実績】 

・研究職を希望する女性向けのリクルート活動の一環と

して、引き続き大学の就職情報誌と理系専門誌へ産総

研女性研究者の紹介を掲載した。また、「女子・理工

系」に参加者が限定された合同説明会については、東

京会場に加えて大阪会場にも参加し、採用応募への勧

誘と広報を実施した。女性研究者採用を促すため、前

年度と同様に、各研究分野の採用担当者に対して採用

プロセス途中における女性比率のデータを提示した。 

・外国人研究者の採用プロセスにおいて、TV 会議を活

用した遠隔審査の導入等の弾力化の方針を定めた。 

 

 

【第3期中期計画】 

・また、研究職個々人の研究開発能力の向上とともに、

研究開発マネジメントの人材を育成し、事務職におい

ては専門性の蓄積を重視した人事ローテーションを実

施することにより専門家人材を育成する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度も引き続き所属長等への人事ヒアリング等

を活用し、各部署からの意見、要望を聴取し、所とし

て専門性の必要な部署及び業務に従事する人材の育成

にむけた研修の検討や人事ローテーションを行う。 

【平成24年度実績】 

・「産総研の研究開発業務の一層の推進のための業務運

営体制の改善について（中間とりまとめ）」を平成24

年6月21日付で理事会决定し、事務職員のキャリアパ

ス計画を明示し、職員に広く周知するとともに毎年度

実施している人事調査書にキャリアパスの類型を反映

した。また、事務職員が配置されている部署の所属長

等への人事ヒアリングでは、その調査書を参考に、各

部署において専門性を必要とする業務の把握を行い、

その結果を踏まえた人事ローテーションを実施した。 

また、専門性の必要な人材の育成に向けた検討につい

ては、各専門業務（産学官、知財、財務、人事等）に

おいては平成23年度と同様の研修を実施するとともに、

財務経理業務においては統計学セミナーを実施した。

施設業務においては平成25年度からの施設整備管理業

務研修の実施に向けて検討を行った。 

  

３．積立金の処分に関する事項 

【第3期中期計画】 

・なし 

 

【平成24年度計画】 

・なし 

【平成24年度実績】 

・なし 
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《別表１》鉱工業の科学技術 

  

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究

開発の推進 

【第3期中期計画】 

 グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸

化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネル

ギーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効

果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギーの導入

と利用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等各部門に

おける省エネルギー技術の開発を行う。資源・エネルギ

ーの安定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、

代替材料技術等の開発を行う。将来のグリーン・イノベ

ーションの核となるナノ材料等の融合による新機能材料

や電子デバイスの技術の開発を行う。産業部門について

は、省エネルギー技術に加えて環境負荷低減や安全性評

価と管理、廃棄物等の発生抑制と適正処理に関する技術

の開発を行う。 

  

１．再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

【第3期中期計画】 

 再生可能エネルギーは枯渇の心配がなく、低炭素社会

の構築に向けて導入拡大が特に必要とされるエネルギー

である。このため、再生可能エネルギー（太陽光、バイ

オマス、風力、地熱等）を最大限有効利用するための技

術の開発を行う。また、再生可能エネルギーの需要と供

給を調整し、末端最終ユーザへの安定供給を行うために

必要なエネルギー貯蔵、パワーエレクトロニクス、エネ

ルギーネットワークにおける統合制御技術の開発を行う。 

  

1-(1) 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

【第3期中期計画】 

 太陽光発電技術に関して、共通基盤技術及び長寿命化

や発電効率の向上等に関する技術の開発を行う。具体的

には、太陽光発電普及に不可欠な基準セル校正技術、評

価技術、診断技術等の基盤技術開発を行い、中立機関と

してその技術を産業界に提供するとともに、標準化に向

けた活動を行う。また、長寿命化、高信頼性化のために

構成部材、システム技術等の開発を行うとともに寿命の

検証のための評価技術の開発を行う。 

  

1-(1)-① 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準化 

（Ⅳ-3-(1)-②へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル

校正技術、高精度性能評価技術、屋外性能評価技術、

信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能

評価の繰り返し精度を1%以下に向上させる。 

 

【平成24年度計画】 

・一次及び二次基準セル、基準モジュールの校正技術、

新型太陽電池評価技術の確立に向けた取り組みを引き

続き推進すると共に成果を産業界に供給する。米国、

欧州およびアジア地域の研究機関との国際比較測定等

の連携による国際整合性を推進する。太陽電池発電量

評価技術、長期信頼性研究および発電量予測技術を加

速推進する。 

【平成24年度実績】 

・基準セル校正技術、新型太陽電池評価技術、および太

陽電池実効性能評価技術の確立に向けて、校正技術高

度化、新評価技術開発、発電量評価および発電量予測

技術開発を行うと共に、産業界等からの基準セル校正

2件、性能評価約80件を実施した。米国 NREL、欧州

FhG-ISE およびタイ、中国、マレーシアの研究機関

との国際比較測定等の連携を行い、現状の整合性を検

証し、今後の課題を明らかにした。太陽電池発電量評

価技術、長期信頼性研究および発電量予測技術を加速

推進した。 

 

1-(1)-② 太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システムの寿命及び信頼性の向上のために、

太陽電池モジュール構成部材、システム構成部材、シ

ステム運用技術等を開発する。新規部材を用いること

等により、太陽電池モジュールの寿命を現行の20年か

ら30年に向上させるとともに、それを検証するための

加速試験法等の評価技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、コンソーシアム形式による民

間企業等との共同研究により、新規部材を太陽電池パ

ネルに適用し、当該部材の有効性を検証する。長期に

わたり屋外で曝露された太陽電池パネルの劣化要因を

破壊／非破壊の各種分析法を用いて解析するとともに、

劣化状況の可視化や劣化要因の明確化が可能なテスト

モジュールを開発する。これらの知見をもとに、屋外

曝露時の劣化要因を整理し、屋外曝露で発現する劣化

を再現可能な加速試験法や試験時間の短縮に資する加

速試験法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・新規裏面材を用いたテストモジュールを試作し、劣化

機構を解析した結果、モジュールの特性劣化を支配す

るのは、封止材の加水分解で発生する酢酸の滞留量で

あることを見出した。この結果により、モジュールの

信頼性向上に資する部材の設計指針が明確化された。

封止材にアイオノマーを用いることで、市場で大きな

問題となっている電圧誘起劣化を解消できることを示

した。また、カバーガラスをアクリル樹脂で代替する

ことにより、設置コストの大幅低減に資する軽量モジ
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ュールを実現した。 

 

1-(1)-③ 太陽光発電の高効率化 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システムの低コスト化に直結する発電効率

の大幅な向上を目指し、結晶シリコン、薄膜シリコン、

化合物薄膜、有機材料、それぞれの太陽電池デバイス

材料の性能に関して、相対値で10%以上の効率向上の

ため、表面再結合の抑制と高度光閉じ込めにより、安

定で高性能な新材料や、それを用いた多接合デバイス

を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

1) CIGS 太陽電池セルとサブモジュールの高効率化を

目指して、バッファ層材料と Na 導入法の検討と最適

化を行う。また、フレキシブル太陽電池の性能向上に

取り組む。 

2) オールジャパンコンソーシアムで各社が産総研に設

置した装置を用い、各種材料の高度化技術開発を行う。 

タンデム型太陽電池のさらなる高効率化と高安定化に

向けた材料開発を行い、光劣化後変換効率で12%以上

を目指す。 

3) 有機薄膜太陽電池において、新材料の導入やデバイ

ス構造の最適化により、セル変換効率8%以上および

モジュール変換効率6%以上を達成する技術を確立す

る。色素増感太陽電池に関しては、有機色素に適した

電解液を導入することにより、10%以上の変換効率を

達成できるセル開発を行う。 

4) 革新的太陽電池技術では、量子ドット型などの新原

理に基づく太陽電池の開発を行うとともに、スマート

スタック技術の開発を進め、スタックしたセルでの変

換効率20%を達成する。 

【平成24年度実績】 

1) CIGS 系太陽電池の高性能化技術を開発し、小面積

セル、サブモジュールで世界最高変換効率に迫る

19.8%と17.1%を得た。またフレキシブルサブモジュ

ールでは変換効率16.2%を達成した。 

2) 薄膜シリコンオールジャパン研究開発体制にて

1.5m2級の基板上に薄膜シリコンを高速かつ高品質に

形成する技術を開発し、製膜速度2.5nm/s、膜厚分布

5%を達成した。小面積タンデム型太陽電池で光劣化

後変換効率11.9%を達成した。 

3) 有機薄膜太陽電池では、企業連携によりセル変換効

率8.3%、モジュール変換効率6.0%を達成した。色素

増感太陽電池では、有機色素と金属錯体色素との混合

でセル変換効率11%を得た。 

4) スマートスタック技術では、導電性ナノ粒子を応用

したスタックセルで変換効率22.5%を達成した。量子

ドット太陽電池では、量子井戸のエネルギー準位を制

御する技術を開発した。 

5) 高効率、低コスト、高歩留まりの薄型結晶シリコン

太陽電池開発を企業との共同研究で推進するコンソー

シアムを開始した。 

  

1-(2) 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

【第3期中期計画】 

 温暖化防止や新たなエネルギー源の確保のため、バイ

オマス資源、風力、地熱及び次世代太陽光利用等、多様

な再生可能エネルギーの利用に必要となる要素技術、評

価技術等の開発を行う。 

 具体的には、非食料バイオマス資源を原料とする燃料

製造技術、高品質化技術等の開発を行う。また、我が国

の気象条件を考慮した、安全性や信頼性に優れた風力発

電のための技術の開発を行う。地熱資源開発のための評

価技術、特に低温地熱資源のポテンシャル評価技術の開

発を行い、地熱発電及び地中熱利用システムの開発普及

に寄与する。さらに、多様な再生可能エネルギーについ

ての情報を収集し、必要に応じて新たな技術の開発に着

手する。 

  

1-(2)-① バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術

の開発 （Ⅰ-3-(1)-④へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率

バイオ変換（酵素糖化、発酵）技術、熱化学変換（ガ

ス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用

評価技術を開発する。特に、エネルギー収支2.0（産

出エネルギー／投入エネルギー）以上の高効率バイオ

燃料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や

水素化処理及びそれらの組み合わせ処理）により、低

酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分0.1%
未満）を製造する第2世代バイオ燃料製造技術を開発

する。また、東アジアサミット推奨及び世界燃料憲章

提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル燃料

（BDF）品質を満たすために、第1世代 BDF の高品

質化技術（酸化安定性10h 以上）等を開発する。同時

に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を

行う。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、一貫プロ

セスのパイロットスケールにおける実証を民間企業と

共同で実施し、研究開発成果の実用化を進めるととも

に、これまでに得られたデータを基にしたプロセスシ

ミュレーションで、この実用化プロセスにおいてエネ

ルギー収支2.0を達成するためのストラテジーを明ら

かにする。一方 BTL プロセスについては、競合技術

の調査と BTL ジェット燃料、軽油等を高効率で製造

するためのプロセス検討を行って、要素技術の開発目
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標を明らかにしたのち、一貫プロセスにおけるエネル

ギー収支2.0を目指して、触媒の開発、BTL プロセス

の高効率化検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、民間企業

と共同で実用化プロセスのシミュレーションを行ない、

目標のエネルギー収支2.0を超えることを確認した。

また副生残渣を活用することでエネルギー自立型のプ

ロセスを構築できることを明らかにした。BTL プロ

セスについては、バイオマスのガス化で得た合成ガス

を原料にジェット燃料を製造するプロセスの開発をめ

ざし、フィッシャー・トロプシュ（FT）合成触媒の

開発と、FT 合成で得られた炭化水素からジェット燃

料留分を作るための水素化分解・異性化反応触媒の探

索研究を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・JST-JICA 事業でタイに設置されたパイロットプラン

トの洪水被災からの復旧及び前年に引き続き当該プラ

ントによる高品質 BDF 製造実証研究を支援する。特

に、飽和モノグリセリド等のフィルター閉塞成分の低

減技術を開発する。また、油脂系バイオマスとしてジ

ャトロファ残渣の急速熱分解の反応条件及び触媒の最

適化を行う。熱分解生成油中の含酸素化合物脱酸素用

触媒の活性劣化要因を明らかにし、触媒の耐久性向上

を図る。 

【平成24年度実績】 

・洪水被災したパイロットプラント復旧作業を実施した。

復旧後、当該プラントで実車走行試験用高品質 BDF
（高品質化第1世代 BDF、酸化安定性14h）を製造し

た。BDF 中のモノグリセリド等のフィルター閉塞成

分の析出分離による低減技術を開発した。第2世代バ

イオ燃料製造のためのジャトロファ残渣の急速熱分解

において、反応条件による生成物分布を明確化し、触

媒の最適化により炭化水素収率を高めた。含酸素化合

物脱酸素用触媒の活性劣化要因として窒素分の影響を

明らかにし、触媒の水素化活性を高めて活性低下を抑

制した。 

 

【平成24年度計画】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を推進

する。平成24年度においては以下を実施する。 

1) 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）事

業において引き続きワーキンググループ（WG）を運

営し、参加各国での分析可能ラボリストの完成と、実

市場でのバイオディーゼル燃料品質管理方法の検討な

どを実施する。 

2) エタノールの経年変化が pH に与える影響と、酸化

防止剤の効果を検証するとともに、ISO/TC28/SC7で

議論が進んでいる｢酸化度｣と｢電気伝導度｣について、

測定結果に各種測定条件が与える影響を評価する。 

【平成24年度実績】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化の推進

に関し、以下の成果を得た。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

にて、分析可能ラボのリストアップを完了し、6カ国

のラボによる比較試験を実施した結果、各国の分析方

法を用いても、結果に大きな差異は見られないことを

確認した。 

2) 国産バイオエタノール5種を使い、室温条件下で1年

半にわたり追跡分析した。サンプル種で差があるが、

いずれも酸化防止剤の添加で pH、酸化度、電気伝導

度の変動が抑制され、安定化されていることを確認し

た。 

 

1-(2)-② 風力発電の高度化と信頼性向上 

【第3期中期計画】 

・我が国の厳しい気象や風特性を反映した風特性モデル

を開発し、安全性と信頼性に優れた普遍的な風車技術

基準を IEC 国際標準として提案する。また、高度な

風洞実験やシミュレーション技術を援用することによ

り、風速のリモートセンシング技術の精度と信頼性を

向上させ、超大形風車ウィンドファームの発電量を数

パーセント以下の不確かさで評価する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・提案中の複雑地形／台風要因極値風特性モデルが

IEC 国際標準として採用されることを目指して、取

得データをさらに詳細に解析、評価し、複雑地形にお

ける乱流スペクトル成分等の特性を明らかにするとと

もに、開発、提案した風モデルが実際の風車設計にど

の程度影響があるのかを空力弾性荷重解析コードによ

り評価する。LIDAR と風計測マストを併用した年間

発電量予測手法を、実際の複雑地形におけるウィンド

ファームに適用することにより、実フィールドでの手

法の精度、信頼性を検証する。 

【平成24年度実績】 

・実際の複雑地形における信頼性、精度の高い風計測を

継続実施し、得られた風データ等を元に乱流強度特性、

ガスト特性の解析評価を行い、風車設計のための基準

となる風特性モデルに反映した。開発した風特性モデ

ルを IEC TC88 MT1において提案し、採用に向け、

技術的裏付けデータを提出した。LIDAR と風計測マ

ストを併用した年間発電量予測手法を評価し、その結

果、複雑地形においても精度、信頼性を確保しつつ、

比較的低コストに評価が可能であることを実証した。 

 

1-(2)-③ 地熱資源のポテンシャル評価（別表2-2-(2)-

②の一部を再掲） 

【第3期中期計画】 
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・再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテ

ンシャルを地理情報システムによって高精度で評価し、

全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、

温泉発電技術や貯留層探査評価技術を含む地熱技術を

開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

【平成24年度計画】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究においては、温泉発

電資源等各種資源の評価手法改良を継続する。特に福

島県について資料収集と整備を行う。地熱開発促進に

むけた地熱利用と温泉保全の両立の研究は2件の受託

研究の最終年度にあたり、温泉発電システムの研究で

は、スケール抑制と資源評価技術の取りまとめを、温

泉共生型地熱貯留層管理システム開発では、地熱発電

と温泉の共生のためのモニタリング指針等取りまとめ

及び影響評価システム構築を行う。さらに、産総研福

島再生可能エネルギー研究開発拠点での地熱研究体制

の構築を開始する。 

【平成24年度実績】 

・精密評価実施地域との比較等により地熱資源評価手法

を改良すると共に、福島県の温泉等データの収集を開

始した。「地熱資源研究・評価への電子地球科学情報

利用の事例集」出版原稿を提出した。温泉発電システ

ムの研究では、スケール付着予測を行うと共に、地化

学分析やモニタリング等に基く温泉資源量評価手法を

構築した。温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で

は、調査地域の地熱系モデル構築、統合化ソフトウェ

アの開発等を行って研究を取りまとめた。福島拠点設

立準備室に参画し、産総研福島拠点での地熱研究体制

の構築を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・地下水汲み上げ方式の地中熱ポテンシャルマップにつ

いて、実証試験の結果を基に適地指標の定量化を試み

るとともに山形盆地の他に秋田平野と仙台平野への適

用を目指す。また、地中熱利用での地盤物性事前調査

手法の開発を継続し、予測採熱量と実際の地中熱利用

量データの詳細な比較によって調査精度を確認する。

さらに産総研福島再生可能エネルギー研究開発拠点に

おける地中熱研究の体制を構築する。また、タイ国カ

セサート大学設置の機器を修理して冷房実証実験を再

開し、熱帯－亜熱帯地域での地中熱利用の高効率化及

び低コスト化の研究に着手する。 

【平成24年度実績】 

・山形盆地および秋田平野において、オープン型（地下

水汲み上げ方式）地中熱システムの三次元地下水流動

及び熱輸送解析モデルを構築し適地指標を抽出した。

また、仙台平野については、オープン型とクローズド

型のそれぞれについて地中熱ポテンシャル評価を行っ

た。土木工事等で計測される N 値と有効熱伝導率と

の関係式を作成して、予測採熱量と実測値がほぼ一致

することを確認した。タイ国カセサート大学設置の機

器の修理を行い、冷房実証実験を再開した。福島拠点

設立準備室に参画し、産総研福島拠点での地熱研究体

制の構築を開始した。 

 

1-(2)-④ 次世代型太陽光エネルギー利用技術 

【第3期中期計画】 

・太陽光エネルギーを直接利用した水の分解により水素

を製造する、可視光応答性の光触媒や光電極による分

解プロセスの効率向上を目的とした、光電気化学反応

技術を開発する。また、人工光合成システムの経済性

や実現可能性を検証する。 

色素増感太陽電池の高性能化と耐久性向上を目的とし

て、増感色素や半導体電極、電解質、対極、封止材、

セル構造等の改良を図る。色素増感太陽電池の早期実

用化への貢献を目指し、新規色素や半導体を30種類以

上開発し、データベース化する。 

 

【平成24年度計画】 

・多孔質半導体光電極の高性能化のために、新規な酸化

物半導体材料を探索し、その多層成膜条件や薄膜界面

状態、モルフォロジー等を変えて光電特性向上を検討

する。また光触媒の性能向上のために、より長波長を

使える新規半導体開発とその調製法改良等による量子

収率向上を検討する。 

【平成24年度実績】 

・多孔質半導体光電極の高性能化に関して、BiVO4半

導体の調製法を改良して粒子径を小さくしたり不純物

相を低減すること等により量子収率を向上させ、太陽

エネルギー変換効率を5割程度向上することができた。

また光触媒の性能向上に関しては、アルカリ金属で表

面処理したり2種類のレドックスを同時に用いること

により活性が向上できる効果を見出した。人工光合成

システムの実現可能性を探究するため、炭酸ガスを効

率良くギ酸にする新規触媒を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・色素増感太陽電池の早期実用化のため、近赤外光に感

度を持ち、高性能でかつ耐久性のある新規ルテニウム

錯体色素を高性能色素骨格の置換基を変化させて多数

開発する。未解決情報、特に錯体色素と共吸着体や塩

基分子との相関および電池特性の情報の集積を行うと

ともに、計算科学などの手法を用いて電圧向上や高性

能化に強く関係する因子を特定する。 

【平成24年度実績】 

・色素増感太陽電池の実用化の研究に関して、近赤外光

に感度を持つ新規ルテニウム錯体色素を十種類以上合
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成した。これらの太陽電池特性と錯体配位子構造や光

電気化学物性を比較し、効率的な電子移動のための色

素設計指針を明確にした。計算科学手法を用いて、近

赤外光錯体色素の会合状態と共吸着体との強い相互作

用が光電流に影響していることを明らかにした。 

 

1-(3) 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

【第3期中期計画】 

 自然エネルギーの導入拡大等による出力変動を吸収し

て安定した電力を供給するための技術の開発を行う。具

体的には、エネルギー貯蔵技術、パワーエレクトロニク

ス技術、情報通信技術等を活用して、地域の電力網にお

ける電力供給を安定させるためのエネルギーネットワー

ク技術の開発を行う。また、高効率電力ネットワークシ

ステムに必要となる電力変換器の高効率化と高密度化を

実現する素子の開発を行うとともに、その量産化、集積

化及び信頼性向上に必要な技術の開発を行う。 

  

1-(3)-① エネルギーネットワーク技術の開発 

（Ⅰ-2-(2)-①へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽電池等の再生可能エネルギー機器が高密度に導入

された住宅地域のエネルギーネットワークを設計、評

価する技術及びネットワークを効率的に運用するため

のマネジメント技術を開発する。数百戸規模の住宅に

おける実用化を目指して、数十戸規模の住宅を対象と

した研究を行う。また、電力系統の再生可能エネルギ

ー発電受入れ可能量を大幅に拡大するための負荷制御

技術等を、試作器の開発等により実証する。 

電力計に内蔵される電力線通信機器（PLC）を開発

し、家電や太陽光発電装置等との通信、制御を実現す

ることにより、PLC によるエネルギーマネジメント

の有効性を実証する。また、発電システム効率の5%
向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテナンス時

期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする

直流用 PLC を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・ヒートポンプ給湯器について、消費電力を連続に制御

できる手法を実装した試作機を製作し機器性能と制御

手法の改良を図る。一定地域に導入された太陽光発電

の面的な出力予測手法と、住宅エネルギー需要予測手

法とを組み込んだ住宅エネルギー需給計画モデルのプ

ロトタイプを開発する。住宅エネルギーネットワーク

の統合マネジメント実験を実施する。 

【平成24年度実績】 

・ヒートポンプ給湯器について、消費電力を連続に制御

できる手法を実装した試作機を製作し，連続制御に必

要な制御手法の開発と、入切制御と比較して応答速度

が改善されることの確認を行った。太陽光発電の面的

な出力予測手法と、住宅エネルギー需要予測手法とを

組み込んだ住宅エネルギー需給計画モデルのプロトタ

イプを開発した。住宅エネルギーネットワークの統合

マネジメント実験に着手した。太陽光発電のパワーコ

ンディショナを用いた配電系統の電圧上昇抑制技術に

関し、基礎的な実験を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に試作した追加設置可能な発電モニタ通信

装置子機を、産総研内の既設太陽電池パネルに追加設

置し、モニタ通信機能の性能評価を行う。また、分散

して設置されたモニタ通信装置親機を通じて、多数の

太陽電池パネルの発電情報を収集・蓄積することが可

能なクラウド型システムを構築する。さらに蓄積した

発電情報を用いて、パネルの不具合検知アルゴリズム

が不具合箇所を自動判別可能かどうか検証する。 

【平成24年度実績】 

・後付け型の発電モニタ通信装置子機を、所内に構築し

た実験環境に設置し、約70秒間隔でパネルの発電情報

をモニタできることを確認した。また、クラウドに対

応した発電モニタ通信装置親機を開発し、親機1台に

つき最大で300台程度の子機の発電情報を収集し、ク

ラウド上に蓄積することを可能とした。さらに、蓄積

した1か月間の発電情報を用いて、疑似的に発生させ

たパネル不具合を自動判別可能なことを確認した。ま

た、平成23年度に設立した産総研コンソーシアムを通

じて研究成果の技術移転を推進し、知財実施契約1件

締結に至った。 

 

1-(3)-② 電力変換エレクトロニクス技術の開発 

【第3期中期計画】 

・電力エネルギーの高効率利用を可能とする SiC や

GaN 等の新規半導体材料を用いた高性能パワー素子

モジュール及びそれらを用いた電力変換エレクトロニ

クス技術を開発する。具体的には、SiC、GaN 素子

の普及に必要となる低コスト大口径高品質ウェハ製造

技術、高信頼でより低損失高耐圧なパワー素子技術と

その量産化技術（50A 級素子歩留まり70%）、高機能

を実現する10素子規模の集積化技術、200～250℃の高

温実装技術や、25～30W/cm3の高出力パワー密度化技

術を統合した回路設計、製作技術を開発する。 

省エネルギーに効果的な次世代ダイヤモンドパワーデ

バイスの実用化を目指して、結晶欠陥評価技術の高度

化により低欠陥高品質エピタキシャル膜の製造技術を

開発する。また、実用的な縦型構造を有し、低損失か

つ冷却フリ－で250℃において動作するパワーダイオ

ードを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・SiC、GaN 等の高性能パワー素子とそれらを用いた
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電力変換器技術の開発を進める。 

1) SiC 新結晶成長法による結晶厚膜化（1mm）、ウエ

ハ加工一貫工程の最適化を検討する。 

2) 3kV 超の SiC-MOSFET、10kV-20A の SiC-PiN ダ

イオードを実現する。SiC 量産試作素子の特性改善を

進め、応用研究促進のための供給を行う。 

3) SiC、GaN パワー素子の集積度・特性の向上を図

る。 

4) 接合温度250℃級の高密度 SiC 変換器の1000時間級

信頼性に必要な、実装、回路、解析技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・SiC、GaN 等の高性能パワー素子と、その電力変換

器応用技術の開発を進めた。 

1) 溶液法で2インチ径1cm 厚級の SiC 結晶を得た。3

インチ径の加工一貫工程の検証から、24h 以内の6イ

ンチ径工程完了に目途をつけた。 

2) SiC の3kV 超 MOSFET、13kV-20A PiN ダイオー

ド、10kV 超 IGBT を実現した。1.2kV-10A 級 SiC-
MOSFET の閾値電圧変動抑制に成功、量産レシピを

完成し、応用研究促進に向け供給を開始した。 

3) SiC、GaN パワー素子の性能向上を図り、回路解

析モデルを構築した。 

4) 接合温度250℃級 SiC 変換器の1000h 級信頼性に必

要な技術を開発し、両面接合モジュールを試作した。 

 

【平成24年度計画】 

・耐圧2KV、電流密度1000A/cm2パワーダイオードの

250℃動作特性を明らかにし、冷却フリー動作を実証

する。デバイスに影響する欠陥の同定を行う。 

【平成24年度実績】 

・縦型構造パワーダイオードを設計・試作し、2kV 耐

圧素子、250℃動作、電流密度1000A/cm2のショット

キーダイオード素子の試作に成功した。 

250℃動作で、15nsec の高速スイッチング性能を世界

で初めて実証することに成功した。ラマン散乱、CL、
X 線トポグラフィ法を用いて、デバイスに影響する

45°複合貫通転位の同定をおこなった。 

 

２．省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

【第3期中期計画】 

 省エネルギーによる温室効果ガス削減は、再生可能エ

ネルギー導入に比べて、直接的かつ早期の効果が期待さ

れている。運輸部門での省エネルギーのため、自動車等

輸送機器の効率向上のための技術及び中心市街地での搭

乗移動や物流搬送等を動的に行うための技術の開発を行

う。また、民生部門での省エネルギーのため、戸建て住

宅等のエネルギーを効率的に運用するマネジメントシス

テムの開発とともに、高性能蓄電デバイス、燃料電池、

省エネルギー部材の開発を行う。さらに、将来のエネル

ギー消費増加の要因になることが懸念される情報通信に

かかわる省エネルギーのため、電子デバイス、集積回路、

ディスプレイ、入出力機器、光ネットワークの高機能化

と省エネルギー技術の開発を行う。 

 

2-(1) 運輸システムの省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

 運輸部門での省エネルギーによる温室効果ガス削減に

貢献するため、次世代自動車等輸送機器のエネルギー貯

蔵、高効率化技術や新たな運輸システム技術の開発を行

う。具体的には、次世代自動車用蓄電デバイスの高性能

化、低コスト化につながる材料の開発を行う。燃料電池

自動車用に、燃料電池の低コスト化、耐久性の向上に必

要な先端的部材の開発と反応解析、信頼性試験等の技術

開発を行うとともに、安全な高圧水素貯蔵システムの開

発を行う。輸送機器の軽量化のための軽量合金の高性能

部材化に向けた総合的な技術開発、低燃費と同時に排気

ガス規制を満たす自動車のエンジンシステム高度化技術

の開発を行う。上記の輸送機器の効率向上に加えて、運

輸システム全体の省エネルギー化のため、情報通信機器

を用いた市街地移動システムに関する技術の開発を行う。 

  

2-(1)-① 次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイ

スの開発（Ⅳ-１-(1)-④へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・電気自動車やプラグインハイブリッド自動車等の次世

代自動車普及の鍵となる蓄電池について、安全と低コ

ストを兼ね備えた高エネルギー密度電池（単電池で

250Wh/kg 以上）の設計可能な電池機能材料（正極材

料、負極材料等）を開発する。また、革新型蓄電池系

（空気電池等）の実用可能性を見極めるための性能評

価を行う。さらに、未確立である蓄電池の寿命検知と

診断解析技術の確立を目指し、電池の寿命に最も影響

を及ぼす電池材料の劣化因子を確定する。 

新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を

共通的に評価、解析する技術を開発する。 

エネルギー密度500Wh/kg 以上の革新型蓄電池の開発

を目指し、ハイブリット電解質を利用した二次電池の

固体電解質の耐久性を向上させる。さらに、安全性に

優れた準固体型及び全固体型のリチウム-空気電池を

開発し、単セルでの動作を実証する。 

 

【平成24年度計画】 

・酸化物正極材料については、Li、Fe、Mn、Ti を主体

として、遷移金属の組成比及び価数を調整することで

250mAh/g 程度の初期容量、20サイクル後に容量維持

率80%以上のサイクル特性を目指す。併せて、この高

容量発現機構の解明を行う。高容量シリコン系負極に

ついては、 従来の黒鉛系負極と同等なコストで、10

倍以上の高容量化（3000mA/g)を実現しつつ、最適な

表面処理方法や新規バインダ、集電体などの開発によ
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り、300サイクル後の容量維持率50%を目指す。硫黄

系正極材料については電極組成の最適化により、電極

としての容量を前年度比で30%の向上を目指す。金属

負極に関しては Li、Mg に関して引き続き充放電効率

の評価と形態制御を行い、特に Mg で充放電効率と表

面形態との相関性を明らかにする。 

空気電池の可逆空気極として、ペロブスカイト型酸化

物触媒を用いたガス拡散電極を開発する。 

【平成24年度実績】 

・酸化物正極については、Fe、Mn、Ti 比の最適化およ

び Fe の価数制御により、初期放電容量 251mAh/g 
で20サイクル後の容量維持率88%を示す材料を開発し

た。高容量シリコン系負極については、高強度のポリ

イミドバインダと、高強度の SUS 箔集電体を用いる

ことで高容量（3000mAh/g）かつ長寿命で耐熱性に

優れたシリコン系負極を開発し、300サイクル後でも

初期容量に対する維持率約50%を実証した。硫黄系正

極については、Li2S 系材料において、電極構成部材

組成を最適化し、電極としての容量を前年比で27%増

大させることができた。金属負極については、Mg に

おいて初期充放電効率は70%程度ではあるが、既知の

電解液で金属光沢を有する板状析出条件を見いだした。

空気電池の可逆空気極として、Ca、Co、Fe を主とす

るペロブスカイト型酸化物触媒と導電助剤のカーボン

とを複合化することにより、充放電可能なガス拡散電

極を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・電気自動車用単セルについて進めている性能評価試験

を継続し、電池の残存性能評価手法について検討を開

始する。電気自動車やプラグインハイブリッド自動車

における電池材料の劣化因子を検討するため、小容量

モデルセルについて進めている劣化挙動の定量的な解

析の精度向上を進める。 

【平成24年度実績】 

・電気自動車用単セルについて温度及び電池の充電状態

の条件を変えた試験を進めることで、劣化に影響を及

ぼす因子について検討した。その結果、45℃でのサイ

クル試験条件では室温と比較して約4倍の速度で容量

低下が進行することから、試験温度が特性低下に強く

影響を及ぼすことを見出した。また、小容量モデルセ

ルより得られた電極中のリチウムを精度良く定量化す

る手法として固体 NMR や中性子回折測定が有効であ

ることが確認できた。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に策定された4種類に、平成22年度に策定

された1種類を加えた電池標準構成モデル5種類のラミ

ネート型セルに関して、標準の電極製造方法及び電池

製造方法、電池特性、共通評価が可能な標準評価方法

からなる評価基準書一次版を作成する。 

【平成24年度実績】 

・5種類の電池標準構成モデルのラミネート型セルに関

して、電極製造工程の見直しで塗工量精度が向上でき、

また、電池仕上げ工程の見直しで保存特性の改善を図

ることができた。それらのモデルセルに関して電池特

性、共通評価が可能な標準評価方法を見直すとともに、

定置用用途での電池特性評価方法を加えた、評価基準

書一次版を作成した。 

 

【平成24年度計画】 

・高エネルギー密度二次電池（単電池で250Wh/kg 以

上）に必要となる安定な大容量電極材料の開発を継続

して行う。また、革新型蓄電池の開発においては、エ

ネルギー密度で500Wh/kg を実現するため、ハイブリ

ット電解質を利用したリチウム-空気電池など革新型

蓄電デバイスの開発と共に、新規リチウム－空気電池

に使える安価な新型触媒の開発、リチウムをリサイク

ルするため生成物質の回収、全固体型リチウム-空気

電池の構築などを引き続き検討する。 

【平成24年度実績】 

・高エネルギー密度二次電池（単電池で250Wh/kg 以

上）の設計が可能な正極材料 Li（NixCoyMn1-x-y）
O2を合成し、初期可逆容量の向上、充放電サイクル

特性と電極反応機構について、研究を行い、腐食しに

くい電極材料に関する指針を得た。また、革新型蓄電

池の開発においては、イオン液体で、ゲル空気極を利

用したリチウム－空気電池を提案し、空気中での安定

な充放電を初めて実現した。更に、無機材料を用いて、

より安全な全固体型リチウム-空気電池を構築し、充

放電作動することを確認した。 

 

2-(1)-② 燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発 

【第3期中期計画】 

・水素貯蔵材料の開発を目的として、構造解析技術、特

に水素吸蔵状態を「その場観察」できる手法（「その

場」X 線・中性子回折、陽電子消滅、核磁気共鳴等）

を開発する。この技術を用いて、材料の水素貯蔵特性

と反応機構を解明し、得られた知見から、高い貯蔵密

度（重量比5%、50g/リットル）と優れた繰り返し特

性を有する材料の設計技術を開発する。 

安全な高圧水素利用システムを開発するため、水素材

料強度データベース及び水素破面と組織データベース

を構築する。また、燃料電池車や水素ステーションの

高圧水素容器開発指針、水素輸送技術開発指針を関連

業界に提案し、評価設計手法、及び実証実験手法を開

発する。さらに、水素関連機器の開発促進と安全性向

上に寄与するために、水素と高分子材料の関係や水素

とトライボロジーの関係を解明するとともに、その利

用普及を進めるため、水素基礎物性データベースを構
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築する。 

 

【平成24年度計画】 

・ロスアラモス研での経験を活かして J-PARC におい

て「その場」中性子回折実験を進め、材料中の水素位

置の解明につなげる。放射光 X 線を活用した水素吸

蔵および放出時の構造変化の詳細を局所構造の観点か

ら解析する。陽電子消滅、核磁気共鳴等の手法を用い

た解析をさらに進める。各解析結果をもとに、V 系材

料、Mg 系材料などの水素貯蔵特性と反応機構の相関

の解明をさらに進める。 

【平成24年度実績】 

・中性子回折実験および放射光 X 線実験を行い、燃料

電池自動車用材料の候補である V 系材料中の水素位

置と局所構造変化の解析を進めた結果、劣化を抑制し

繰り返し特性を向上させる添加元素の効果について、

格子欠陥の導入の抑制が1つの要因であることを見出

した。水素吸蔵、放出過程の連続的な構造変化の観測

では、合金相から1水素化物相への変化を捉えること

に初めて成功し、貯蔵量増加の方策への手がかりを得

た。 

 

【平成24年度計画】 

・燃料電池車や水素ステーションの高圧水素容器開発指

針を提案し、国際標準策定に資するために、120MPa
の高圧水素下における疲労試験などを行って水素材料

強度データ及び水素破面と組織データの測定・解析を

進め、これらのデータベースを拡充し、規制見直しお

よび関係企業における水素機器開発への提供を行う。 

さらに、低コスト化に資する材料を水素機器に適用す

る方法についても提案する。また、実運用された水素

ステーション構成部品の分析調査をさらに進め、水素

インフラ機器のための技術指針及び規制見直しのため

の基礎データを関係機関に提供する。 

高圧水素 O リング用ゴム材料の組成や溝などの設計

基準を策定するとともに、70MPa-大気圧サイクル

5500回までの評価を行い、成果を設計基準にフィード

バックする。 

また、水素中評価試験機によりしゅう動材料の摩擦摩

耗データなどの蓄積を進め、水素中トライボロジーの

データベース（トライボアトラス）の充実と関連業界

への普及を進める。 

さらに、高圧水素領域（100MPa、500℃まで）での、

PVT データ、粘性係数、熱伝導率などのの測定値を

充実させ、水素インフラの設計に利用可能な水素物性

データベースシステムを拡充し、関連業界への普及を

進める。 

 

【平成24年度実績】 

・120MPa 高圧水素下における水素用鋼材の精密な疲労

試験等を行った。機器の軽量化や低コスト化に役立つ

が水素感受性が高い1000MPa 超高強度鋼材は、低強

度の鋼材で見られる疲労亀裂進展速度加速に上限がな

く、機器設計に課題があることを示した。実用金属材

料及び冷間加工材についても材料強度に関するデータ

ベースの拡充を行い、国内企業等に提供して、高圧ガ

ス規制見直しや水素関連機器の認定取得に貢献した。

また、実運用された水素関連機器の破損解析を行い、

使用材料の破壊現象を示し、異材混入への配慮の必要

性を示した。 

配合や製造条件の明確なモデルゴム材料について、水

素環境下での特性や物性値等の集積を進めた。また、

シリコーンゴム系 O リングについて室温において

5500回の70MPa－常圧水素圧力サイクル耐久性を確

認した。水素中評価試験機によりフッ素系等樹脂材料

の高圧水素中摩擦摩耗データ等の知見を集積した。さ

らに、高圧水素領域（100MPa、500℃まで）での物

性値を PVT データ偏差0.45%（473K 以上）で再現可

能な状態方程式等を開発した。上記情報をデータベー

ス化すると共に、国内企業等に提供した。 

 

【平成24年度計画】 

・水素関連機器の安全性向上に資するために、圧力や亀

裂などの検出が可能なセンサシステム用金属・酸化物

材料の開発を継続して行い、特に高圧水素環境下での

電気的性質について調べる。さらに、走査型プローブ

顕微鏡（SPM）やナノインデンテーション等を用い

て、オーステナイト系ステンレス鋼の水素脆化現象に

おける微小クラック発生状況について解析を進める。

また、高圧水素環境下での材料評価装置群の整備を進

め、国際共同研究を推進するとともに、企業との共同

研究の獲得を目指す。 

【平成24年度実績】 

・水素中歪みゲージ用材料の高圧水素中での電気特性測

定試験について企業と共同研究への検討を行ったが、

継続課題となった。また、鉛フリーセラミックス圧電

材料の性能評価方法に関する日本ファインセラミック

ス協会標準化委員会に参加し、JIS、ISO 原案作成に

協力した。材料試験装置群の整理統合を進め、サンデ

ィア国立研究所と共同で高圧水素用容器および蓄圧器

用材料の国際標準化を目指した材料試験を開始した。

さらに、SPM を用いたステンレス系材料の疲労破面

の直接観察に成功し、微小クラック発生機構の解析を

共同で行った。 

 

2-(1)-③ 軽量合金による輸送機器の軽量化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーに有効な輸送機器の軽量化を可能にする

ため、マグネシウム等の軽量合金の特性向上を図ると

ともに、金属材料の耐食性試験（JISZ2371）を基に
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規定される塩水噴霧／高温乾燥／高温湿潤の複合サイ

クル試験において300時間以上耐久可能な低コスト表

面処理技術を開発する。また、強度と剛性を低下させ

ずに常温プレス加工性を改善し、高い比強度（引っ張

り強さ／比重：160MPa 以上）とアルミニウム合金並

みの成形性を示すマグネシウム合金圧延材を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・開発した電磁振動連続鋳造法を Mg 合金に展開し、ビ

レットの組織微細化効果を評価する。また、セミソリ

ッド成形に向けた高品質スラリー作製方法についても

検討する。Mg 合金の組織微細化と二次加工性につい

て実用化に向けた検討を行う。冷間プレス加工性を改

善し、高い比強度（引張強さ／比重: 145MPa 以上）

と Al 合金並みの成形性（室温エリクセン値8.0以

上）を示す Mg 合金圧延材を開発する。 

【平成24年度実績】 

・電磁振動連続鋳造における Mg 合金鋳造組織の微細化

に関し電磁撹拌の効果を確認した。また、セミソリッ

ド成形では、固液共存温度域の狭い Al 合金を用いて

機械振動により微細な球状の固相粒子が均質に分散し

たスラリー作製技術を開発した。難燃性 Mg 合金

（AZX911）連続鋳造材の組織微細化により200℃で

ひずみ量1.3の二次加工ができ、企業と実用化の検討

を開始した。Mg 合金（AM60）に対して、高温圧延

法の適用及び最適化により室温成形性（室温エリクセ

ン値：8.5）と高い比強度147MPa を実現した。 

 

2-(1)-④ 自動車エンジンシステムの高度化技術 

【第3期中期計画】 

・新たな排出ガス規制値を満たしつつ、燃費の向上を目

指し、新燃料と駆動システムの最適化、燃焼制御技術

の向上、排出ガス浄化技術の高度化により、超低環境

負荷ディーゼルエンジンシステム、及びこれらを評価

する計測技術を開発する。また、低品質燃料から低硫

黄・低芳香族燃料（硫黄分1～2ppm 未満）や高 H/C
（水素／炭素原子比）の高品質燃料を製造する技術等

を開発し、市場導入に必要な燃料品質等の評価を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・超低環境負荷ディーゼルエンジンシステム、及びこれ

らを評価する計測技術を開発する。平成24年度におい

ては以下を実施する。 

1) 数値解析や実験データによるエンジン燃焼解析技術

と、後処理システムを含む各要素技術を総合的に評価

し得るエンジンシステム総合評価手法の構築を目指す。 

2) 自動車用ジメチルエーテル（DME）燃料品質およ

びその分析方法の標準案を作成する。 

3) 多機能一体型コンバータについては、国内外での成

果公表に努め、関連企業との共同研究等により実用化

に向けた改良を行う。 

【平成24年度実績】 

・超低環境負荷ディーゼルエンジンシステム、及びこれ

らを評価する計測技術に関し、以下の成果を得た。 

1) 数値解析、エンジン燃焼解析やモデル構築、X 線技

法を用いた観測などの結果、ディーゼル噴霧ノズル内

の燃料流動や噴霧挙動の計測評価技術を確立した。 

2) DME 燃料に関して、ISO 新規提案に向けた原案作

成と主要関連国とのコンセンサス形成を実施した。ま

た、国内標準化に関して原案を作成した。 

3) 多機能一体型コンバータについて、国内外での研究

発表を行うとともに関連企業への紹介を行い、成果の

周知に努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・油糧系バイオマスやトラップグリースなどの低品質廃

油脂類の脱酸素により得られる高 H/C の高品質炭化

水素の選択的異性化、分解技術を開発し、セタン価適

正化軽油代替燃料及びジェット燃料の製造を検討する。 

【平成24年度実績】 

・廃食用油の水素化脱酸素により、2ppm 未満の低硫黄

燃料が得られた。廃食用油や泥状トラップグリースを

直留軽油と混合共処理し、脱硫活性が維持できる低品

質廃油脂類の適正混合率を明確化した。セタン価適正

化軽油代替燃料及びジェット燃料製造のための触媒の

異性化および分解選択性のスクリーニングを行い、そ

れぞれの反応を選択的に行うために最適な触媒の指針

を得た。 

 

2-(1)-⑤ 市街地移動システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・低炭素社会実現に貢献する都市計画の1つであるコン

パクトシティ構想に貢献するための技術として、中心

市街地での搭乗移動や物流搬送等を自律的に行うため

の研究開発を行う。具体的には、パーソナルモビリテ

ィによる市街地における長距離自律走行（3km 以

上）と協調に基づく高効率化、施設等で試験運用可能

なレベルの自律・協調搬送システム、高効率な搬送経

路計画のための市街地等広範囲環境情報取得技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・自律走行車いす等を対象に以下の研究開発を行う。 

1) 3次元地図および GPS を活用した自律走行技術を

開発し、つくばモビリティロボット実験特区内におい

て、自律走行車いすによる時速6km/h の市街地自律

移動を実現する。 

2) 複数の電動車いすによる地図と移動情報の共有を用

いた協調走行に関する技術を開発し、安全で効率的な

交差走行や隊列走行を実現する。 
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3) 広域センサネットワークを利用することにより、つ

くば市半径1km 以内の3次元環境構築を行う。 

【平成24年度実績】 

・自律走行車いす等を対象に以下の研究開発を行った。 

1) つくばモビリティロボット実験特区内において、3

次元環境データおよび RTK-GPS ベースの自己位置

推定技術により、電動車いすの時速6km/h の自律走

行を実現した。 

2) 2台の電動車いすを用い、相対・絶対位置情報の取

得と共有による安全かつ効率的な交差走行や隊列走行

を協調技術として実現した。 

3) レンジセンサベースにより、つくば市内半径約1km
の3次元形状データを取得し、ポイントクラウドデー

タとして3次元環境データを構築、無線 LAN 経由で

クラウド上に蓄積した。 

  

2-(2) 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

 民生部門での温室効果ガス削減に貢献するため、住宅、

ビル、工場等での省エネルギー技術の開発を行う。具体

的には、戸建て住宅等におけるエネルギーの負荷平準化

に不可欠なエネルギーマネジメントシステム、蓄電デバ

イスである二次電池及びキャパシタの高エネルギー密度

化技術の開発を行う。また、定置用燃料電池の耐久性と

信頼性の向上に資する基盤技術と、燃料多様化、高効

率・低コスト化のための新規材料、評価技術の開発を行

う。未利用熱エネルギーの有効利用のため、熱電発電シ

ステムの発電効率、信頼性の向上や長寿命化のための材

料技術の開発を行うとともに、材料及び発電モジュール

の評価方法や寿命予測手法の開発を行う。加えて、省エ

ネルギーと快適性の両立を目的とした調光窓材、外壁材

等の建築部材及び家電部材の開発を行う。 

  

2-(2)-① エネルギーマネジメントシステムのための技

術開発（Ⅰ-1-(3)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・戸建て住宅に関して二酸化炭素削減率20%の達成を目

標として、戸別・集合住宅又はビル・地域単位でのエ

ネルギーを効率的に運用するためのエネルギーマネジ

メント技術を開発する。重要な要素技術として、負荷

平準化に不可欠な高エネルギー密度化を可能とする蓄

電デバイス（二次電池で250Wh/kg、キャパシタで

18Wh/kg）を開発する。また、電力マネジメントに必

須の電力変換器について、高密度化、耐高温化のため

のダイヤモンド半導体等新材料を含む電力変換デバイ

スを開発する。 

電力計に内蔵される電力線通信機器（PLC）を開発

し、家電や太陽光発電装置等との通信、制御を実現す

ることにより、PLC によるエネルギーマネジメント

の有効性を実証する。また、発電システム効率の5%

向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテナンス時

期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする

直流用 PLC を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ等から構成される住宅用

エネルギーネットワークの統合マネジメント実験を実

施する。実験結果を解析し、システム評価手法の確立

等に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・柱上変圧器下流の複数住宅を対象とする、太陽光発電、

太陽熱温水器、ヒートポンプ等から構成される住宅用

エネルギーネットワークの統合マネジメント実験に着

手し、基礎的なエネルギー融通手法の実験および解析

結果から、温水需要の少ない夏期における省エネルギ

ー効果を検証した。太陽光発電による電圧上昇に関す

る実験に着手し、実験設備における太陽光発電逆潮流

による配電線電圧上昇の確認と、インバータの無効電

力制御実験に向けた機器の動作確認を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・正負極に異なる電極を用いるハイブリッド化によって

キャパシタのエネルギー密度をさらに向上させる。ま

た、高速充放電性を重視した電極材料設計指針を確立

するために、炭素電極内部の細孔構造に着目した充放

電特性解析に注力する。 

【平成24年度実績】 

・ハイブリッド化に対応できる電極として、MgO 鋳型

メソポーラス炭素を調製し、熱処理により正負極それ

ぞれに適した構造にすることで、既存の材料（正極：

活性炭，負極：黒鉛）より大きな比容量を発現するこ

とを明らかにした。高速充放電を行うための電極内部

構造の知見を得るために、キャパシタの低温特性を解

析し、2～3nm のメソ孔の存在が極めて重要であるこ

とを見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・ダイヤモンドの持つ高い絶縁耐圧を実証すると共にそ

の優れた特性を利用した高耐圧用パワーデバイスの開

発を行う。ダイヤモンドバイポーラトランジスタの信

頼性研究を行う。GaN 系材料では特徴である分極特

性を利用したパワーデバイスの開発に着手する。電力

変換器の信頼性に関して、特に高パワー密度設計を行

った結果について、実証に着手する。 

【平成24年度実績】 

・ダイヤモンドを用いて、電流増幅率10以上のバイポー

ラトランジスタ実証、負性電子親和力を利用したダイ

ヤモンド真空スイッチでの10kV スイッチ実証を、世

界で初めて行った。GaN 系材料では、信頼性、集積
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化技術に関る研究に着手した。大電力変換器に関して、

高熱流束抜熱技術、低インダクタンス設計技術などを

統 合 し 、 高 周 波 リ ン ク ト ラ ン ス 方 式 に よ る

1MVA6kHz 大電力変換器の動作実証を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に試作した追加設置可能な発電モニタ通信

装置子機を、産総研内の既設太陽電池パネルに追加設

置し、モニタ通信機能の性能評価を行う。また、分散

して設置されたモニタ通信装置親機を通じて、多数の

太陽電池パネルの発電情報を収集・蓄積することが可

能なクラウド型システムを構築する。さらに蓄積した

発電情報を用いて、パネルの不具合検知アルゴリズム

が不具合箇所を自動判別可能かどうか検証する。 

【平成24年度実績】 

・後付け型の発電モニタ通信装置子機を、所内に構築し

た実験環境に設置し、約70秒間隔でパネルの発電情報

をモニタできることを確認した。また、クラウドに対

応した発電モニタ通信装置親機を開発し、親機1台に

つき最大で300台程度の子機の発電情報を収集し、ク

ラウド上に蓄積することを可能とした。さらに、蓄積

した1か月間の発電情報を用いて、疑似的に発生させ

たパネル不具合を自動判別可能なことを確認した。ま

た、平成23年度に設立した産総研コンソーシアムを通

じて研究成果の技術移転を推進し、知財実施契約1件

締結に至った。 

 

2-(2)-② 燃料電池による高効率エネルギー利用技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・固体酸化物形燃料電池（SOFC）の高耐久性、高信頼

性（電圧劣化率10%/40,000h、250回のサイクル）に

資するため、ppm レベルの不純物による劣化現象及

び機構を解明し、その対策技術を開発する。また、燃

料多様化、高効率・低コスト化のための新規材料、評

価技術を開発する。 

50%を超える発電効率を目指し、90%以上まで燃料利

用率を向上させる技術、排熱有効利用技術等の要素技

術を開発する。また、SOFC システムからの二酸化

炭素回収システムと SOFC を組み合わせたゼロエミ

ッションシステムの性能を評価する。 

家庭用燃料電池コージェネレーションの普及のために

固体高分子形燃料電池の大幅な低コスト化と高耐久化

の両立を目指し、白金使用量を1/10に低減できる電極

材料技術を開発する。さらに、アルコールを燃料とす

るダイレクト燃料電池へ展開できる材料系を開発する。 

大きな熱需要が見込まれる建物を対象として、高効率

な水素製造技術、貯蔵技術、供給技術、燃料電池等か

らなるシステムを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・発電効率の向上に関連しアノード排ガスリサイクルに

よる燃料利用率の向上等についてスタックレベルでの

可能性、システム実現に向けた課題等を明らかにする。

またゼロエミッションシステム実現に向けた取り組み

として、SOFC 動作条件と二酸化炭素分離回収に要

するエネルギーを調査する。熱電発電技術等の熱回収

発電技術との組み合わせによる SOFC システムの効

率向上効果をシミュレーションにより明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・SOFC の高効率化について、アノード排ガスリサイ

クルにより燃料利用率を90%とする設計で、目標を超

える60%のシステム効率が見込めることをセル試験と

シミュレーションの組合せにより明らかにした。また、

700W 級 SOFC に熱電変換を利用した場合のモデル

シミュレーションを実施し、2%の効率向上が可能で

あることを明らかにした。ゼロエミッションシステム

構築に向けた研究として、二酸化炭素を再利用したエ

ネルギーキャリア製造技術の検討を行い、その原料と

なる合成ガスの固体酸化物電解セル（SOEC）共電解

の条件を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・スタックメーカーで耐久試験された SOFC セルスタ

ックの不純物濃度と劣化要因の関連性、劣化機構を解

明し、劣化対策案を提示する。不純物と電極材料との

反応性を解明し、長期運転時に起こる性能劣化、寿命

予測のための劣化基礎データを蓄積して、4万間時間

以上の長期耐久性達成に貢献する。SOFC 性能向上

のために、機能界面で起こるイオン化、電荷移動など

を可視化する技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・SOFC 開発会社4社で耐久試験されたセルスタックの

劣化要因分析、劣化メカニズム解明をおこない、開発

会社に不純物との反応抑制策などを提示して、劣化率

10%/40,000h 以下を達成するめどをつけた。特に Cr、
S などの不純物と空気極、電解質との劣化反応機構を

解明し、劣化寿命予測のための基礎データを提供した。

空気極/電解質界面での酸素イオンの流れ、分布の可

視化に成功し、劣化要因を解明した。 

 

【平成24年度計画】 

・チタン酸化物系担体への担持 Pt 粒子の微細化を進め、

市販 Pt/C 触媒と同等の活性比表面積を目指す。高濃

度 CO 耐性触媒の性能発現機構及び劣化要因の検討を

行う。錯体触媒を用いたボロハイドライド燃料電池を

開発し、性能向上を図る。錯体系アルコール酸化触媒

の配位子を改良することにより、酸化電流が5mAcm-

2を超える触媒を開発する。また、ヒドラジンもしく

はその誘導体を酸化できる電極触媒を開発する。 
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【平成24年度実績】 

・チタン酸化物系担体上にアークプラズマ析出法により

直径約2nm の Pt 粒子を担持し、市販 Pt/C 触媒と同

等の活性比表面積を実現した。高濃度 CO 耐性触媒に

おける CO 酸化経路を明らかにした。電極表面上に吸

着した金属錯体触媒分子の再配列が劣化に関わること

を見出した。コバルト錯体触媒を用いたボロハイドラ

イド燃料電池を開発し、10mWcm-2以上の出力を得

た。酸化電流が0.48V で5mAcm-2を超える錯体系ア

ルコール酸化触媒を開発した。ヒドラジンもしくはそ

の誘導体を酸化できる卑金属錯体系の電極触媒を開発

した。 

 

【平成24年度計画】 

・マグネシウム系を含む各種水素貯蔵材料の、水素貯蔵

システム（容器）としての実用化を視野に入れ、実用

上で起こりうる様々な事態（大気及び水への暴露、水

素中の CO 不純物など）に対する影響と、その対策に

関する研究を行う。目標として、耐久性に関しては貯

蔵量減少量2%/100サイクル維持、また安全性確保の

ため大気暴露後10分以内に合金からの水素放出遮断に

必要な技術の開発を目指す。 

【平成24年度実績】 

・幾つかの水素貯蔵材料のサイクル特性を評価し、CO
濃度が1ppm 以下であれば水素容量減少を1%/100サ

イクル程度に抑えられる金属系材料があることが分か

った。水素貯蔵合金の大気暴露時発熱量を測定し、発

熱量は粒径や表面状態により左右されることが示唆さ

れた。大気曝露開始5分程度で最大発熱に達すること

から、大気曝露10分以内での安全性確保には材料表面

の化学処理などが有効であるとの指針を得た。これに

より、安全で、耐久性のある水素貯蔵合金材料のめど

ができ、当初の目標を達成できたため、平成24年度で

終了。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、統合型水素利用システムの研

究開発を行う。水素貯蔵装置については低コスト化を

図るため、非レアアース材料の適用性を検討する。可

逆セルについては構造最適化を図り、実用化の目途を

得る。また、今後導入が予想される各種再生可能エネ

ルギーや液体水素の導入が可能なシステムとするため、

それらの要素技術試験及び課題抽出を行うと共に、水

素吸着材料など他の水素貯蔵材料の導入可能性につい

て調査を行う。 

【平成24年度実績】 

・水素貯蔵装置の非レアアース材料の適用性についての

検討では AB2系の合金に希土類ではあるがランタン

を微量添加することで耐水分性能が向上することを発

見した。可逆セルについては PTFE を添加した酸素

極側ガス拡散層を用いて3種類の流路でセルの性能評

価を行い流路内ガス流速が比較的遅い流路の場合に

PTFE の撥水性が燃料電池性能を改善することを明ら

かにした。水素貯蔵材料調査に関し、熱利用が重要な

統合型水素利用システムでは、大きな合金反応熱を使

える水素吸蔵合金が最適な材料であることが判った。 

 

2-(2)-③ 未利用熱エネルギーの高度利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・熱電発電システムの経済性の改善に資する発電効率向

上や高耐久、長寿命化のための材料技術を開発する。

例えば、発電効率13%以上の実現に必要な要素技術を

開発するとともに、材料及び発電モジュールの評価方

法や寿命予測手法を開発する。 

未利用熱から80～200℃の高温水や蒸気を成績係数

（COP）3以上の効率で生成し、需要に適応した供給

を可能とするシステムを目指し、作動媒体の圧縮作用

と吸収作用を併用するヒートポンプ技術やカプセル型

の潜熱蓄熱及び熱輸送技術を開発する。また、常温近

傍で COP5以上の冷暖房及び給湯を可能とする直膨式

の地中熱交換の基盤技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

1) 昨年度試作したユニットに改良を加え、コンパクト

熱交換器と発電機能を兼ね備えた発電ユニットを試作、

実証する。 

2) 発電モジュールの3000時間程度の長期試験を実施し、

性能劣化機構の解明に資するデータを収集する。 

3) 硫化物系材料、鉄ニクタイド系材料、カルコゲナイ

ド系材料の高性能化を進める。モジュール設計や試作

に必要となる基礎データを収集し、新規高性能材料を

使用したモジュールの性能予測を行うとともに、接合

材料の基礎検討を開始する。 

【平成24年度実績】 

・熱電発電ユニットについては、73℃の温水を使用し、

1500～2000W の熱交換で約30W の発電を実証した。

モジュールの耐久試験では1000時間のサイクル試験や

温度一定試験を実施し、故障に至るまでのデータを収

集、寿命解析に資するデータを取得した。熱電材料開

発では、二硫化チタン材料で発電効率の指標である性

能指数が0.34、シェブレル相硫化物で0.4以上など、

環境適合性の高い代替物質の開発に成功した。クラス

レート材料の直接電極接合の選定や銀系の接合材料の

選定を行い、有望な材料系を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・前年度に試作した高温用ヒートポンプによる昇温実験

を実施し、吸収圧縮ハイブリッドサイクルの熱交換器

における凝縮熱伝達率および蒸発熱伝達率の測定を行

ない、装置のスケールアップに必要な基礎データを取
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得する。また、生成した熱を貯蔵できる樹脂カプセル

型の相変化蓄熱体の融解－凝固繰り返し特性を明らか

にする実験を行う。さらに、地中での冷媒の蒸発／凝

縮熱交換において、地中熱交換器長と冷媒圧力降下の

関係を明らかにする実験を行うとともに、地中熱交換

器内の冷媒の相変化等挙動を理論的に検討する。 

【平成24年度実績】 

・高温用ヒートポンプによる昇温実験を実施し、吸収圧

縮ハイブリッドサイクルの作動原理となる溶解熱（凝

縮熱）、放出熱（蒸発熱）の生成確認、凝縮熱伝達率、

蒸発熱伝達率の評価を行い、低圧力比および低作動圧

力で運転可能なことを検証した。また、樹脂カプセル

型相変化蓄熱体の融解－凝固時の温度履歴の安定性を

明らかにした。さらに、地中熱交換の実験結果から冷

媒圧力降下量を精査するとともに、相変化挙動を考慮

した圧力損失量の理論計算を行い、地中熱交換器長と

の定量的な関連付けが可能なことを明らかにした。 

 

2-(2)-④ 省エネルギー型建築部材及び家電部材の開発 

【第3期中期計画】 

・省エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材を

開発する。具体的には、調光窓材、木質材料、調湿材

料、外壁材等の機能向上を図るとともに、実使用環境

での省エネルギー性能評価デ－タを蓄積する。調湿材

料については、相対湿度60%前後での吸放湿挙動に優

れた材料を内装建材に応用する技術、調光窓材につい

ては、透明／鏡状態のスイッチングに対する耐久性を

10,000回以上（1日当たりの透明／鏡状態のスイッチ

ングを1回とした場合、20年以上に相当）にする技術

を開発する。 

照明の省エネルギー化による希土類蛍光ランプの需要

増に対応し、Tb（テルビウム）、Eu（ユウロピウ

ム）の使用量を40%低減するため、ランプの光利用効

率を30%向上させるガラス部材や蛍光体の使用量を

10%低減できる3波長蛍光体の分離、再利用技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・調光ミラーについては、さらに透過率変化幅の大きい

材料を開発するとともに、大型エレクトロクロミック

調光ミラーを作製する。木質材料については摩擦特性

及び添加剤の検討を通して変形特性を改良し、薄肉化

などの成形形状の多様化を図る。調湿材料については、

ハスクレイを内装材として応用した場合の効果につい

て検討する。保水セラミックスについては、引き続き

耐凍害性向上を検討するとともに、製品化に向けた性

能評価などを行う。さらに引き続き、外部からの依頼

も含めた各種建材について、環境調和型建材実験棟で

の評価を進める。 

 

【平成24年度実績】 

・調光ミラーについては、ガスクロミック材料で透過率

の変化幅をさらに増加させ30%を達成し、エレクトロ

クロミック材料では、大型化のための接着剤の開発を

進めた。木質材料については、添加剤の選択により変

形特性を向上させ、0.3mm 以下の薄肉化を実現した。

調湿材料については、ハスクレイを含む塗り壁材料を

開発し、予備的な省エネ効果を確認した。保水セラミ

ックスについては、各レベルの廃瓦の利用を検討し、

有機系添加剤による耐凍害性の向上を行った。環境調

和型建材実験棟では、上記各材料の開発に合わせ評価

を継続した。 

 

【平成24年度計画】 

・30cm2以上のランプ用ガラス面へ凹凸構造の膜を塗布

する適切な装置の設計を行う。光束を20%向上させる

シリカ保護膜を開発し、それを用いたランプ試作を行

い、ランプ性能の確認を行う。ランプ工場内の蛍光体

の分離に最適な分離装置の設計及び試作を完了する。 

【平成24年度実績】 

・大面積に塗布するためのゾル液、塗布方法を検討し、

その結果を元に30cm2以上のランプ用ガラス面へ塗布

できる装置の設計を行った。光束を20%向上させるシ

リカ保護膜を開発し、ガラスに塗布するための適切な

スラリーを調整し、ランプ試作条件の検討を行なった。

廃蛍光体の分離試験を実施し、蛍光体の分離に適切な

連続分離装置の設計と試作を環境管理技術研究部門と

共同で実施した。 

 

2-(3) 情報通信の省エネルギー技術 

【第3期中期計画】 

 エネルギー消費の増加要因となることが懸念される情

報通信の省エネルギー技術の開発を行う。具体的には、

電子デバイス及び集積回路の省エネルギー技術、ディス

プレイ及び入出力機器の高機能化と省エネルギーのため

の複合構造光学素子等の技術開発を行う。また、大容量

情報伝送の省エネルギー化のための光ネットワーク技術

の開発や、情報処理システムの省エネルギー化に資する

ソフトウェア制御技術の開発を行う。特に、コンピュー

タの待機電力を1/5に削減可能な不揮発性メモリ技術や

既存のネットワークルータと比べてスループットあたり

3桁消費電力の低い光パスネットワークによる伝送技術

の開発を行う。 

  

2-(3)-① 電子デバイス及び集積回路の省エネルギー化 

【第3期中期計画】 

・情報通信機器を構成する集積回路デバイスの低消費電

力化技術を開発する。具体的には、処理待ち時間に情

報を保持するために必要な電力が1/10以下となる 

SRAM、1V 以下で動作可能なアナログ回路、データ
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センタのストレージ用強誘電体フラッシュメモリ、無

線ネットワーク用途のモノリシック集積デバイス等を

開発するとともに、3次元 LSI 積層実装技術を活用し

た超並列バス・マルチコアアーキテクチャーと高熱伝

導構造の採用による低消費電力 LSI 実装システムを

開発する。 

コンピュータの待機電力を1/5に削減可能にするため

に、スピントロニクスとナノテクノロジーを融合した

ナノスピントロニクス技術を用い、DRAM や SRAM
の置き換えを可能とする不揮発性メモリ技術を開発す

る。 

コンピュータの消費電力を削減するために、半導体ロ

ジックの動作電圧を0.5V 以下に、不揮発性メモリの

書き込みエネルギーをビット当たり0.5nJ 以下に低減

させることを目指して、ナノレベルの新デバイス技術

及び計測技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・バラツキフリーXMOS 実現を目指し、オン電流バラ

ツキ抑制を可能とするプロセス開発を行う。また

XMOS デバイスの集積回路実証として、XMOS アナ

ログ回路に加え、XMOS のフラッシュメモリへの応

用を検討する。 

【平成24年度実績】 

・新規なアモルファス金属ゲートを開発し、特性ばらつ

きが1.34mVum と世界最小の FinFET 試作に成功し

た。 

・スプリットゲート型 FinFET フラッシュの試作に成

功し、消去状態のしきい値電圧の標準偏差が196mV
から46mV へと大幅に安定化することを確認した。 

・0.8V 以下の極低電圧で動作可能で、かつ微細化に適

した、新規演算増幅器の回路方式を提案し、特許出願

を行った。 

・上記に加えて、3nm チャネル長 MOSFET の実現し、

動作実証に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・ゲート長90nmFeFET 作製のため、ゲート幅と高さの

アスペクト比が3以上のゲート加工技術を開発し、試

作した FeFET の2日以上データ保持等の素子特性を

測定評価する。また、MOCVD 技術により FeFET 用

の量産化強誘電体製膜技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・ゲート長90nm 以下、アスペクト比3.2の FeFET ゲー

ト加工技術を開発し、同構造の FeFET を試作して

0.5V のメモリウィンドウを得た。データ保持特性を

測定し1日後のメモリウィンドウは0.05V であった。

データ保持特性向上のためには材料、構造、プロセス

条件の最適化が必要であることが分かった。また、

FeFET 量産化のための成膜技術として、エッジから

5mm を除く8インチウェハ全面で膜厚標準偏差0.75%
以下の強誘電体 Sr-Bi-Ta-O の MOCVD 成膜技術を開

発した。 

 

【平成24年度計画】 

・設計改良して試作したシリコン貫通電極と微細バンプ

による積層チップ間接続を想定した並列バスインター

フェース回路評価デバイスにより、マルチコアプロセ

ッサを想定した総合的な低消費電力動作の検証実験を

実施する。また、高熱伝導ヒートスプレッド層を有効

に組み込んで最適熱設計された3次元 LSI 積層構造を

シミュレーション解析により検討する。 

【平成24年度実績】 

・設計改良して試作したシリコン貫通電極と微細バンプ

による積層チップ間接続を想定した1600ビットの並列

バスインターフェース回路評価デバイスにより、チッ

プ間伝送について1.7mW/Gbps の低消費電力動作の

検証実験に成功した。また、高熱伝導ヒートスプレッ

ド層を組み込んだ3次元 LSI 積層構造について、薄型

LSI デバイスにおけるヒートスプレッド効果を実測と

シミュレーション解析により検証した。 

 

【平成24年度計画】 

・不揮発メモリ・スピン RAM の高速化を目指して、こ

れまでに全く実現されていない、300emu/cc 以下の超

低飽和磁化と5Merg/cc 以上の高磁気異方性を両立す

る垂直磁化薄膜の開発を行う。さらに、この新材料を

用いた垂直磁化 MTJ を開発し、1ナノ秒以下の高速

書き込み技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・スピン RAM の高速化のため、記憶層となる垂直磁化

膜の開発を行い、SRAM 代替を可能にする磁気異方

性1Merg/cc を維持しつつ、飽和磁化を600mu/cc から

300emu/cc に低減することに成功した。この垂直磁化

膜における磁化の歳差運動の特性周波数は数 GHz 以

上であり、この材料において1ナノ秒以下の高速スピ

ントルク磁化反転が可能であることが確認された。目

標とした磁気異方性5Merg/cc は達成できなかったが、

これは DRAM 代替も可能な高い目標であり、25年度

以降引き続き実現を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・従来の半導体ロジックの低電圧限界を打破するために、

トンネルトランジスタ（TFET）の研究開発をさらに

継続する。平成24年度は、Si に比較して大幅なオン

電流の向上と急峻スイッチングが期待できる III-V 族

半導体等を利用した TFET のプロセス開発を行うと

ともに、これまで培った高性能 Si TFET のデバイス

試作と評価を通じて、トンネルトランジスタのばらつ

き問題の課題抽出を行う。 
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【平成24年度実績】 

・Sb 系 III-V 族半導体のヘテロ接合の TFET デバイス

などをターゲットにして、熱処理、デバイス加工に関

する要素技術の開発を行い、デバイスプロセスを立ち

上げた。またトンネルばらつき評価については、Si 
TFET と MOSFET について、閾値電圧の温度依存性

を詳細に検討し、TFET の方が従来 MOSFET に比較

してもデバイス温度変化に伴う閾値電圧の揺らぎは小

さく、より低電圧化に有利であることを明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・超格子構造をもつ相変化メモリが、室温動作するトポ

ロジカル絶縁体であることが実験的に確かめられたこ

とで、この相変化メモリのポテンシャルをさらに引き

出すために、構造と材料を変えた超格子デバイスを作

製し、スピン流制御と蓄積の最適化を図り、0.01

（nJ）イ下で動作できるか検討する。 

【平成24年度実績】 

・第一原理に基づくシミュレーションから GeSbTe 系

の超格子メモリにおいて最適構造を見出した。また実

デバイスを作製し、0.3V、50µA でのメモリ動作を確

認し、目標値0.01（nJ）以下を達成できた。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度まで開発した電界による酸素欠損分布制御

技術をさらに高度化し、より具体的には、コンダクタ

ンス制御用ゲートに加えて、酸化物界面状態制御用の

ゲートを追加することで、より高い ON/OFF 比の実

現と集積化デバイスプロセスの実証とともに、挑戦的

な課題として不揮発性動作の両立を目指す。 

【平成24年度実績】 

・酸素欠損分布制御技術を高度化し、酸化物をチャネル

層にした3端子素子を作製し、そのトランジスタ特性

の評価を行った。プロセス技術、特に成膜プロセスと

アニールプロセスの最適化を行い、従来よりも2桁改

善し10の6乗の ON/OFF 比を達成した。 

 

2-(3)-② ディスプレイ及び入出力機器の省エネルギー

化 

【第3期中期計画】 

・ディスプレイ及び入出力素子作製技術の高度化のため

の省資源、低消費電力製造プロセスとして、ナノプリ

ント、ナノモールド法等のデバイスの低温形成、印刷

形成技術を開発する。これを用いて、10cm2/Vs 以上

の電荷移動度を有する塗布形成半導体、150℃以下で

の低温焼結で7MV/cm 以上の絶縁耐圧を示す塗布形

成絶縁層及び10-6Ωcm 台の抵抗率を示す塗布形成導

電材料の開発や、大面積パターニング技術の開発によ

り、超低消費電力（1インチあたり1W 以下）薄型軽

量ディスプレイの実現を可能にする技術や印刷光エレ

クトロニクス素子を開発するとともに、情報家電の小

型、省エネルギー化に向けた複合構造光学素子を開発

する。 

 

【平成24年度計画】 

・次世代ディスプレイ、入出力素子の要素技術開発とし

て以下の技術開発を行う。 

1) 太陽電池用印刷配線技術として、耐久性が高く、基

板との接着性がよい接触抵抗率が1mΩcm2以下の銅

配線を開発し、太陽電池セル上での性能評価を行う。 

2) 表面の算術平均粗さ10nm 以下の耐熱性有機無機ハ

イブリットフィルムを開発し、フィルム上に塗布酸化

物半導体薄膜を作製する。 

3) A4サイズ以上の圧電シートを作製し、動作のデモ

ンストレーションを行う。 

4) メモリアレイの動作安定性を目指して保護膜の開発

を行い、閾値シフトが±10V 以内に抑える技術を開発

する。   

5) 界面を熱拡散により計測する非破壊評価技術の開発

を行う。 

6) 印刷形成可能でフレキシビリティを有する熱電変換

素子技術として、性能指数0.1以上を示す熱電変換イ

ンキ材料を開発する。 

7) 高効率大画面有機 EL ディスプレイの製造技術とし

て、低接触抵抗、低電子注入障壁化高可視光透過率

（90%以上）電子注入積層カ電極を、損傷度5%以下

で形成する技術を開発する。 

8) 絶縁性、半導体性、導電性を有する透明酸化物を

200℃以下で焼成可能にする微粒子インキ技術を開発

する。 

【平成24年度実績】 

・85℃、85%下750時間曝露後の Si 基板上の銅配線の酸

化抑制技術を開発し、ITO 基板上で接触抵抗率0.53m
Ωcm2を達成した。太陽電池セル上で約80µm のライ

ン形成を実現した。有機無機ハイブリットフィルム上

の塗布酸化物半導体膜作製に成功したが、表面粗さの

低減に課題が残る。80cm 角のフレキシブル圧力セン

サーを試作し、動作のデモに成功した。焼成温度

100℃でフレキシブル基板上に＞1E14Ωcm の SiO2絶

縁膜の作製に成功した。薄膜エレクトロニクス素子の

発熱・放熱性を評価する技術を開発した。性能指数

0.15を示す熱電変換インキ材料の開発しフレキシブル

熱電変換素子の試作に成功した。低ダメージスパッタ

リング技術を用いて損傷度1～5%以下となる有機 EL
透明カソード電極形成技術を確立した。n-型半導体

薄膜が作製可能な酸化物微粒子の高生産性製造プロセ

ス基盤技術を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・低消費電力ディスプレイ用光源として白色偏光 EL 素
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子を開発し、膜形状や素子構造の検討により高効率な

白色発光を目指す。 

【平成24年度実績】 

・昨年度に引き続き青色発光高分子配向膜と橙色発光色

素を用いた白色偏光 EL 素子について色素と高分子と

の二層構造型について検討した結果、高分子層の構造

を変化させ、より発光効率の高い相とすることにより

素子の性能が向上した。通常型と比べ、輝度、効率は

4倍程度となり、偏光比も向上した。 

 

【平成24年度計画】 

・省エネプロセスであるナノインプリント法でガラス光

学素子を形成する際に必要な、低屈伏点、高屈折、高

い透過特性をあわせ持つガラスを開発するために、ビ

スマス含有ガラスの吸収端波長に及ぼすガラス組成の

影響について研究を継続するとともに、吸収端波長に

及ぼすガラス構造の影響について調査する。また、二

光子吸収化合物を用いた光記録ビット形成の検討をお

こなう。 

【平成24年度実績】 

・ビスマス含有ガラスについて、吸収端波長の組成依存

性を、ビスマス低濃度域から高濃度域までの広い組成

範囲に渡って明らかにした。吸収端波長と構造の関係

を調査した結果、吸収端波長がビスマス-酸素結合強

度に依存することを見出した。二光子吸収化合物を用

いたビット形成に向けて、環状構造を持つ炭化水素化

合物薄膜を用いて波長570nm パルスエネルギー1nJ
のレーザー光照射により二光子吸収による記録痕の形

成を達成した。 

 

2-(3)-③ 光ネットワークによる情報通信の省エネルギ

ー化 （Ⅲ-1-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネット

ワークを実現するために、既存のネットワークルータ

に比べてスループットあたり3桁低い消費電力でルー

ティングを行う光パスネットワーク技術を開発する。

具体的には、ルートを切り替えるシリコンフォトニク

ス、ガラス導波路技術を用いた大規模光スイッチ、伝

送路を最適化する技術、及び光パスシステム化技術を

開発する。また、1Tb/s 以上の大伝送容量化を目指し

て、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光多重化の

ためのデバイス及び光信号処理技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・光パスネットワークに向けて、光スイッチでは、シリ

コンフォトニクス光スイッチの偏波依存性、漏話特性

の改善と電子回路集積を進める。波長選択性スイッチ

では一次の試作を行う。また、光信号の位相、波長、

強度のモニタデバイスの開発に着手する。システム、

機器レベルでは、パラメトリック分散補償の自律制御

の基盤技術構築、位相再生技術の基礎検討と高効率光

パス多重分離技術の開発を進める。また、ノード技術

として目指すアーキテクチャを想定する光伝送などの

特性評価を進める。 

【平成24年度実績】 

・光スイッチでは、ダイバーシティ構造の偏波無依存ス

イッチの試作ならびに漏話特性を改善する構造設計を

行った。また、駆動用 MOSFET と光スイッチのモノ

リシック集積に成功した。波長選択スイッチでは、

MEMS を用いて一次試作を行った。モニタデバイス

では、まず位相に着目し、レーザへの注入同期による

位相検出を実証した。機器レベルでは、パラメトリッ

ク分散補償器の装置化を行い、位相感応性増幅による

位相再生の低雑音化に成功した。高効率光パス多重分

離技術では位相感応増幅による QPSK 信号の BPSK
信号への分離に成功した。以上の技術を総合して、目

指すアーキテクチャを想定した光伝送特性の評価を進

めた。 

 

【平成24年度計画】 

・光ネットワークにおける信号伝送や、フォーマット変

換などの信号処理が、多値位相変調信号のスペクトル

純度に与える影響を定量的に評価する技術を開発し、

4光波混合を用いた波長変換におけるポンプ光の位相

雑音の影響を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・光信号のスペクトル純度を雑音パワースペクトル密度

により評価する技術を開発した。4光波混合による波

長変換において、変換されたアイドラ光におよそ4倍

のポンプ光位相雑音が付加されることを明らかにした。

相互位相変調による非線形位相雑音を測定し、群速度

分散と偏波を考慮した理論と良く一致することを確認

した。 

  

2-(3)-④ ソフトウェア制御による情報処理システムの

省エネルギー化 

【第3期中期計画】 

・情報処理システムで用いられる計算機、ストレージ、

ネットワーク等の資源について、ミドルウェア技術に

よりエネルギー指標に基づく資源の選択を実現し、物

理資源の利用効率を向上させ、30%の消費電力削減を

目指す。利用者の利便性を損なうことなく省エネルギ

ーを実現するため、その時々の需要や環境に応じてエ

ネルギー消費の小さな資源を使う等、資源の選択や利

用法の最適化を行うミドルウェア技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・ミドルウェア技術による消費電力削減のため以下の研

究開発を行う。 
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1) これまで開発してきたサーバの省エネ運用技術を、

100ノード規模の実運用クラウド環境に適用すること

を目標とする。運用上の課題を抽出し、次年度以降の

改善につなげる。 

2) ストレージとネットワークの資源管理については、

ストレージに関してユーザ別の利用量の蓄積、その蓄

積情報にアクセスするための認証機構の開発に着手す

る。性能保証分散ストレージを実現するソフトウェア

については4K 非圧縮映像の配信アプリケーションへ

の適用を目標とし、そのデータ転送速度（約

6.5Gbps）を保証できるアップデート版を公開する。 

3) 複数の方式のネットワークを組み合わせることによ

る省エネルギー効果を評価し、ネットワークモデルの

提案を行う。 

【平成24年度実績】 

・ミドルウェア技術による消費電力削減のため以下の研

究開発を行った。1)サーバの省エネ運用技術を100ノ

ード規模のクラウド環境に適用し運用上の課題を抽出

した。また、省エネ技術を結集した次世代モジュール

型データセンタを構築し実証実験を開始した。2)性能

保証分散ストレージソフトウエアでは、認証機構など

の開発に着手し実装及び評価を行った。また、データ

転送速度約6.5Gbps の4K 非圧縮映像配信に対応する

改良を行い公開した。3)複数の方式を組み合わせたネ

ットワークモデルの消費エネルギー評価及び提案を行

った。 

 

３．資源の確保と高度利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

 物質循環型社会の実現のためには、炭素資源、鉱物資

源等、多様な資源の確保とその有効利用が不可欠である。

そのため、バイオマス資源等、再生可能資源を原料とす

る化学品及び燃料製造プロセスの構築に向けて、バイオ

変換、化学変換、分離精製等の技術の高度化を図る。ま

た、化石資源（石炭、メタンハイドレート等）や鉱物資

源（レアメタル、貴金属等）等、枯渇性資源を高度に利

用する技術や省使用化技術、リサイクル技術、代替技術

等の開発を行う。 

  

3-(1) バイオマスの利用拡大 

【第3期中期計画】 

 化学品製造等において、石油に代表される枯渇性資源

ではなく再生可能資源を効果的に活用するための技術の

開発を行う。具体的には、バイオマスを原料とする機能

性化学品及び燃料製造プロセスの拡大に必要な酵素や微

生物等によるバイオ変換、触媒による化学変換、分離精

製、熱化学変換（ガス化、触媒合成）等の基盤技術と高

度化技術の開発を行う。また、全体プロセスの設計と燃

料品質等の標準化の提案を行う。 

  

3-(1)-① バイオマスを利用する材料及びプロセス技術 

【第3期中期計画】 

・バイオマスから、酵素や微生物等によるバイオ変換や

触媒による化学変換と分離、精製、濃縮技術等を用い、

基幹化学物質やグリセリン誘導体等の機能性化学品を

効率よく生産するプロセス技術を開発する。特に、グ

リセリン利用においては、変換効率70%以上の技術を

開発する。また、製品中のバイオマス由来の炭素が含

まれている割合を認証するための評価方法を開発し、

国際標準規格策定に向けた提案を行う。さらに、バイ

オエタノール等の再生可能資源由来物質を原料として

低級炭化水素や芳香族等を生産するバイオリファイナ

リーについて、要素技術及びプロセス技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・微生物や酵素を利用した機能性バイオ素材の効率的な

生産系の開発とその用途開発を継続し、特にグリセリ

ンの利用においては、グリセリンからバイオプロセス

で生産されたグリセリン誘導体を原料に用いて、糖や

脂質と組み合わせた機能性化学品の開発を行う。また、

ブタノールを高度に濃縮する無機分離膜の製造プロセ

スを検討し、分離性能の再現性向上を図る。 

【平成24年度実績】 

・微生物や酵素を利用した機能性バイオ素材の効率的な

生産系の開発について、グリセリンから機能性化学品

の開発を行う際に、不純物を含むグリセリンを原料と

した場合でも、グリセリン誘導体が生産可能であるこ

とを明らかにした。また、ブタノールを高度に濃縮す

る無機分離膜の製造にも取り組み、原料溶液の温度制

御により分離性能の再現性が向上する見通しを得た。 

 

【平成24年度計画】 

・実際のバイオマス原料を用いて、レブリン酸合成や乳

酸合成が可能か検証する。また、レブリン酸を原料と

した有用化学品合成反応の開発を行なう。 

【平成24年度実績】 

・実際のバイオマス原料として木粉を用い、ハイブリッ

ド酸触媒によりメタノール中でレブリン酸メチルがα

－セルロース基準で95%以上、ホロセルロース基準で

55%以上生成することを確認した。また、レブリン酸

から誘導されるγ－ブチロラクトンと水を原料として、

有用化学品であるブテンが生成することを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオエタノールからプロピレン等のオレフィンを製

造するための触媒反応システムを構築し、ベンチプラ

ントの運転により高純度のプロピレン製造プロセスを

実証する。また、現行の酸化物系触媒の表面酸化状態

を安定化して、1000時間以上安定な性能を示す触媒を

開発する。 
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【平成24年度実績】 

・バイオエタノールからプロピレン等のオレフィンを製

造するための触媒反応システムについて、ベンチプラ

ントの設計を行い、さらに当該プラントによりプロピ

レン製造が可能であることを実証した。また、触媒表

面の酸点及び塩基点の作用によってエタノールの脱水

素反応が促進されることを解明し、長時間安定な触媒

の調製法に関する指針を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・農業用廃棄物などのバイオマス原料から、省エネプロ

セスを用いて高い炭素収率かつ低コストで、化成品の

基幹物質やバイオマスプラスチックを製造する方法に

ついて検討する。マイクロ波駆動重合法については、

得られたバイオマスプラスチックのサンプル評価を進

める。また、ISO 国際審議中のバイオマス由来炭素

含有率の評価方法を最終段階に進める。 

【平成24年度実績】 

・農業用廃棄物から生産できるバイオマス化成品である

フルフラールから、炭素数が4個の基幹化成品である

1,4-ブタンジオールを、従来より生産コストを10%程

度削減して生産する方法を開発した。マイクロ波によ

るバイオプラスチックの分解反応により、含有微量金

属成分を分析する方法を見出した。また、ISO 国際

標準規格に提案したバイオマス炭素含有率の評価法4

件は、国際協調により国際審議段階から最終段階に進

める見通しが得られた。 

 

3-(1)-② 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 

（Ⅰ-5-(3)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高

度な解析により、バイオ変換において従来にない特徴

を有する有用な酵素遺伝子を10種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・16S rRNA 置換変異に基づく大規模な変異ライブラリ

ーの創成と目的変異株の迅速なスクリーニング方法の

開発を行い、新たな細胞工学の手法を確立する。とく

に野生型大腸菌では発現レベルの低い遺伝子について、

発現を亢進する変異株の取得やそのための方法論を確

立する。 

【平成24年度実績】 

・様々な分離菌株由来のゲノムやメタゲノムを鋳型に

16S rRNA 遺伝子を PCR クローニングし、大腸菌の

当該遺伝子欠損株に導入した。生育相補性によりライ

ブラリーをスクリーニングし、大腸菌16S rRNA と機

能相同な遺伝子を選択する系を確立した。その結果、

進化系統分類上の綱（クラス）を超えて、様々な微生

物由来の16S rRNA が機能相補しうることを発見した。

こうして得た変異株ライブラリーに対して野生型大腸

菌での発現レベルが低い遺伝子を導入した結果、発現

が向上する株を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・酵母による機能性脂質生産系において、脂質生産性の

向上に重要な脂質合成酵素 DGA1の構造と機能の相

関について解析を行う。高度不飽和脂肪酸生合成系の

律速段階のΔ6不飽和化過程の生産性向上のための培

養条件を、生理的および培養工学的に検討し、機能性

脂質やその誘導体の生産性や代謝に関与する因子の開

発を行う。また、グリセロール誘導体から合成する新

規重合性ケテンアセタールモノマーを単離するほか、

イタコン酸誘導体ポリマーを添加剤として用いたポリ

乳酸と植物繊維からなる複合材料の物性を調べる。 

【平成24年度実績】 

・出芽酵母 snf2破壊株をガラクトースで培養すると

DGA1の N 末端は欠失せず活性が低下することから、

DGA1の構造変化と栄養源情報の相関が示された。高

度不飽和酸生合成系で添加界面活性剤の種類でΔ6不

飽和化生産性が変化し、ヒドロキシラーゼ遺伝子導入

酵母でオレイン酸からリシノール酸生産に成功した。

また、グリセロール誘導体から新規重合性ケテンアセ

タールモノマーを反応溶媒エチレンカーボナートで合

成でき単離した。イタコン酸エステル・ポリマー添加

ポリ乳酸－植物繊維（低含量）複合材料の強度はポリ

乳酸単体と同等だった。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオマス原料として想定される稲わら等の前処理物

を効率的に糖化するバイオマス糖化関連酵素を次世代

シーケンスによるトランスクリプトーム解析技術に基

づいて環境メタゲノムから検出する。 

【平成24年度実績】 

・結晶性セルロースを用いた集積培養系を確立し、真核

生物由来の mRNA を抽出、50000以上の cDNA ライ

ブラリーを鋳型として、結晶性セルロースに対する活

性を持つ蛋白質を検索した。その結果13の GH ファ

ミリーに属する47のβ-1,4-glucanase の遺伝子の獲

得ならびに発現に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・有用な天然微生物の代謝パスウェイを高度解析するた

めのシステムを開発する。 

【平成24年度実績】 

・比較ゲノム用配列アライメントプログラムである

LASTZ を解析パイプラインに組み込んだシステムを

開発し、微細藻類のゲノムについて、異質倍数体の確
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認、及び遺伝子構造アノテーションの高精度化を行っ

た。また同定したゲノム配列に対し、機能が確定して

いる配列を用いた系統解析によるサブファミリー分類

を行うことで、遺伝子アノテーションを精密化した。 

 

【平成24年度計画】 

・有用微生物を利用した効率的な物質生産システムの構

築を目指し、次世代シークエンサーで産出されるゲノ

ム配列の解析基盤技術を開発する。様々な微生物ゲノ

ムに対して汎用的に応用できるアセンブリパイプライ

ンや遺伝子自動アノテーションシステム等の開発を目

指す。 

【平成24年度実績】 

・ゲノム配列における機能ドメイン出現パターンから麹

菌二次代謝遺伝子クラスターを予測する技術を開発し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・極限環境微生物より産業上有用な機能探索を行う。 

1) 南極産菌類の低温増殖性を利用した廃水処理をより

実用レベルに近い条件で検証する。 

2) 平成23年度に引き続き、昆虫腸内微生物叢の群集構

造の解析とその機能を明らかにする。特に、害虫の農

薬耐性化を引き起こす微生物がどのような分子メカニ

ズムで害虫に感染するのかを明らかにする。 

【平成24年度実績】 

1) 南極産菌類を用いて室内で連続処理模擬実験を行う

とともに、安価な大量培養法の検討を行った結果、接

種した菌類は低温で長期間系内に生残することおよび

安価な培地の作成が可能であることが判明した。 

2) 共生細菌が鞭毛運動性を用いて害虫カメムシに特異

的に感染することを発見した。害虫腸内の微生物叢を

調査し、多数の農薬分解菌を単離した。土壌および害

虫腸内由来の農薬分解菌について農薬分解特性を解明

した。 

 

【平成24年度計画】 

・農薬耐性に関与する共生細菌遺伝子群の同定をおこな

う。共生細菌のチロシン合成が、ゾウムシ類の外骨格

硬化に重要な機能を有するという仮説について、各種

生理学実験、トレーサー実験、RNAi による機能解析

などによる検証をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・共生細菌 Burkholderia のうち、特定の農薬分解性系

統に感染したホソヘリカメムシが直ちに農薬耐性を獲

得することを明らかにし，また南西諸島の野外カメム

シ集団の一部において共生細菌により農薬耐性を示す

カメムシの存在を示した。イモゾウムシ、クロカタゾ

ウムシの極小ゲノム共生細菌 Nardonella について、

ゲノム解析，適応度効果解析，生理的解析などが着実

に進展した。 

 

3-(1)-③ 生体高分子や生体システムの高機能化による

バイオプロセスの高度化（Ⅰ-5-(3)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行う

とともに、生物情報解析技術や培養、代謝工学を利用

して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分

子化合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産する

プロセス技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・トランスクリプトーム解析などのシステム生物学を活

用し、メタノール資化性酵母の物質生産に関与するバ

イオプロセスの解析と、そのデータを基にした遺伝子

改変を行ない、糖鎖関連分子の大量発現技術、および

医療用生物製剤の原料となる物質の生産を安価に行な

う生産技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・メタボロームによるバイオプロセスの解析を行い、遺

伝子導入によりアミノ酸生合成経路を新たに構築する

ことで、アミノ酸やチオール化合物などの医療用生物

製剤の原料となる物質の生産を安価に行なう酵母を開

発した。またトランスクリプトーム解析のシステム生

物学を活用し、メタノール資化性酵母がメタノールを

代謝する際の遺伝子発現を検討することで転写因子の

推定を行い、糖鎖関連分子の一つである糖転移酵素を

大量に発現させる技術を構築した。 

 

【平成24年度計画】 

・二次代謝系遺伝子を主たる標的として、遺伝子破壊・

過剰発現、メタボライトマッピングなどにより、新規

な生合成遺伝子を同定する。また、産業的に重要な生

合成遺伝子について、過剰発現と破壊の組合せにより、

生産性を向上させる手法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・二次代謝遺伝子の予測に基づいた LC/MS による代謝

物解析と遺伝子破壊等により、過去に構造が決定され

たカビ毒について、これまで未知であった生合成遺伝

子の決定に成功した。また、脂肪酸の代謝に関わる遺

伝子の過剰発現と破壊によって、親株の約10倍の生産

性向上に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き人工耐熱性セルラーゼのさらな

る改良に取り組み、耐熱性糖質分解酵素創製のための

方法論構築を目指す。また、糖代謝に関係する酵素等

の結晶化および立体構造解析を行い、糖質分解酵素設

計・創製に資する基盤情報の収集を引き続き行う。 
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【平成24年度実績】 

・耐熱性キチナーゼの持つ基質吸着ドメインと耐熱性セ

ルラーゼを融合した人工酵素の高機能化に資する基盤

技術の開発の一環として、吸着ドメインの多重化を行

い結晶性セルロースに対する分解活性を最大で3倍以

上に増強する事に成功した。また、キチン分解系に関

与する耐熱酵素の機能発現にも成功した。更に糖代謝

に関与する酵素の高品質結晶化にも成功し、高分解能

の構造解析に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・有機酸による加水分解過程で、連続的に有機酸を流す

ことによる反応管（ステンレス）の腐食が懸念される。

そこで、反応管腐食の影響を極力抑え、かつ加水分解

が進行する条件の探索を行う。具体的には、有機酸種

（ギ酸、酢酸）および加水分解温度と腐食との関係を

回分式、流通式反応装置を用いて明らかにし、最適条

件を提示する。 

【平成24年度実績】 

・金属錯体生成量を支配している因子を明らかにするた

めに、有機酸のステンレスに対する腐食速度に着目し

た。加水分解での酸濃度は1M であり、その酢酸水溶

液の腐食速度は、ギ酸のそれに比べ約1/2000である。

そこで連続装置を用い反応条件下（200℃）での金属

錯体生成量を測定した結果、酢酸の金属錯体生成量は

ギ酸に比べ約1/2000で、金属錯体生成量は腐食速度に

対応することが明らかになった。本条件での金属錯体

生成量は、バイオマス由来生成物に対して0.5wt%と

腐食による収率に及ぼす影響は無視できる。 

 

【平成24年度計画】 

・ウシ黒毛和種受精卵等の種々の細胞を5日間以上冷蔵

保存することのできる超強力細胞保護ペプチド

（CPP）を特定し同ペプチドを含む細胞保存液を開

発する。NMR を用いて CPP の3次元分子構造を決定

し、CPP のどの部分がどのように細胞保護機能を発

揮するかを分子レベルで解析する。 

【平成24年度実績】 

・魚類Ⅲ型不凍タンパク質の一種である NFE11と呼ば

れる66残基ペプチドがウシ黒毛和種受精卵の5日間の

冷蔵保存を可能する CPP であることを明らかにし、

同ペプチドを含む細胞保存液を開発した。同 CPP の

3次元分子構造を NMR を用いて決定した。機能制御

部位の構造と作用機序を分子レベルで解析中である。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の開発では電気化学的な観点から DNA の

挙動をまとめた。そこで平成24年度では同じく電気化

学的手法を利用して細胞の解析を開始する。細胞の中

でも初代培養細胞は医薬品開発において必須であるが、

細胞の種類に応じて解析装置が異なり煩雑である。そ

こで、複数の種類の初代培養細胞の形状、膜透過性な

どを一細胞レベルで電気化学的手法によって解析する

多機能型解析装置を開発する。平成24年度は、開発し

た装置を用いて心筋細胞の拍動解析を達成する。 

【平成24年度実績】 

・初代培養細胞である心筋細胞の拍動計測は、特別な電

極上に配置しなければならず煩雑な作業を要する。そ

こで平成24年度に我々は、心筋細胞の数マイクロメー

トル上部に微小電極を配置することによって、拍動に

伴った電流値変化を非接触で簡便に測定、解析する技

術を開発した。また本装置は、心筋細胞の拍動に伴っ

た収縮速度、拍動間隔、ならびに酸素消費量を一細胞

レベルでそれぞれ測定可能な多機能性を有することを

証明した。 

 

【平成24年度計画】 

・ロドコッカス属放線菌を脂溶性物質の変換反応場とし

て利用するため、ビタミン D をモデル基質とした変

換系の構築を行う。実際には、高活性型ビタミン D
水酸化酵素を発現したロドコッカス属放線菌を構築し、

基質透過を向上させる抗菌物質や細胞内外の反応環

境・条件を検討することで、現在のビタミン D 水酸

化体生産効率を20倍以上高めた系の構築を目指す。 

【平成24年度実績】 

・ビタミン D 水酸化酵素（P450vdh）の高活性型変異体

T107A を放線菌内で発現し、野生型酵素を発現した

細胞と VD3水酸化体生産効率を比較すると、4倍程度

その効率が向上することを確認した。更に、T107A
発現細胞に抗菌物質ナイシンを処理し、細胞内への基

質移行障害を除去すると、同様に処理した野生型酵素

発現細胞に比べて32倍 VD3水酸化体生産能が高くな

ることを見出し、当年の目標を達成した。 

 

【平成24年度計画】 

・酵母発現系を用い、複数のタンパク質を発現できるシ

ステムの利用研究を行う。キシロース代謝の至適化を

目指す研究開発を進めるとともに、高度不飽和脂肪酸

をターゲットに、合成酵素遺伝子群を発現させた高生

産株の創製を目指した技術の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・高いキシロース代謝能を有する実用酵母を得るために、

グルコース枯渇下でも高い活性を有するプロモーター

の探索を行った。その結果、2つの候補を得ることが

でき、さらにデリーション解析によってこれらプロモ

ーターの発現抑制に関わる領域を特定した。 また、

出芽酵母におけるポリシストロニックな発現システム

の確立を目指し、FMDV（foot-and-mouth disease 
virus）2A region を用い、3つの脂肪酸不飽和化酵素

遺伝子を連結した発現プラスミドを構築した。 
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【平成24年度計画】 

・ナノ粒子を活用した機能性新規化合物の調製とその利

用研究を進める。マイクロ波を利用して、粒子半径が

従来のものより小さく、かつ粒径がそろった高性能ナ

ノ粒子が調製可能という知見に加え、以前研究したナ

ノ粒子上の糖鎖合成や糖転移酵素による糖鎖合成の知

見を合わせ、高性能ナノ糖鎖の調製研究を進める。そ

して、感染症や毒素検出系システムに展開し、イムノ

クロマトなど簡易測定による簡便で定量性を有する感

染症や毒素の検出キット開発を指向する。 

【平成24年度実績】 

・様々なマイクロ波利用条件にてナノ粒子を作製し、そ

の粒子半径やばらつきの評価をすすめ、現在、再現性

のある粒子作製条件を探索している。一方、対象糖鎖

郡のヒト癌細胞と正常細胞株における細胞増殖活性、

ヒト神経膠腫細胞における細胞分化活性能を調べたと

ころ、一部糖鎖に細胞分化活性能を示唆する結果を得

た。 

 

3-(1)-④ バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術

の開発 （Ⅰ-1-(2)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率

バイオ変換（酵素糖化、発酵）技術、熱化学変換（ガ

ス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用

評価技術を開発する。特に、エネルギー収支2.0（産

出エネルギー／投入エネルギー）以上の高効率バイオ

燃料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や

水素化処理、及びそれらの組み合わせ処理）により、

低酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分

0.1%未満）を製造する第2世代バイオ燃料製造技術を

開発する。また、東アジアサミット推奨及び世界燃料

憲章提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル

燃料（BDF）品質を満たすために、第1世代 BDF の

高品質化技術（酸化安定性10h 以上）等を開発する。

同時に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準

化を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、一貫プロ

セスのパイロットスケールにおける実証を民間企業と

共同で実施し、研究開発成果の実用化を進めるととも

に、これまでに得られたデータを基にしたプロセスシ

ミュレーションで、この実用化プロセスにおいてエネ

ルギー収支2.0を達成するためのストラテジーを明ら

かにする。一方 BTL プロセスについては、競合技術

の調査と BTL ジェット燃料、軽油等を高効率で製造

するためのプロセス検討を行って、要素技術の開発目

標を明らかにしたのち、一貫プロセスにおけるエネル

ギー収支2.0を目指して、触媒の開発、BTL プロセス

の高効率化検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・バイオエタノール製造プロセスについては、民間企業

と共同で実用化プロセスのシミュレーションを行ない、

目標のエネルギー収支2.0を超えることを確認した。

また副生残渣を活用することでエネルギー自立型のプ

ロセスを構築できることを明らかにした。BTL プロ

セスについては、バイオマスのガス化で得た合成ガス

を原料にジェット燃料を製造するプロセスの開発をめ

ざし、フィッシャー・トロプシュ（FT）合成触媒の

開発と、FT 合成で得られた炭化水素からジェット燃

料留分を作るための水素化分解・異性化反応触媒の探

索研究を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・JST-JICA 事業でタイに設置されたパイロットプラン

トの洪水被災からの復旧及び前年に引き続き当該プラ

ントによる高品質 BDF 製造実証研究を支援する。特

に、飽和モノグリセリド等のフィルター閉塞成分の低

減技術を開発する。また、油脂系バイオマスとしてジ

ャトロファ残渣の急速熱分解の反応条件及び触媒の最

適化を行う。熱分解生成油中の含酸素化合物脱酸素用

触媒の活性劣化要因を明らかにし、触媒の耐久性向上

を図る。 

【平成24年度実績】 

・洪水被災したパイロットプラント復旧作業を実施した。

復旧後、当該プラントで実車走行試験用高品質 BDF
（高品質化第1世代 BDF、酸化安定性14h）を製造し

た。BDF 中のモノグリセリド等のフィルター閉塞成

分の析出分離による低減技術を開発した。第2世代バ

イオ燃料製造のためのジャトロファ残渣の急速熱分解

において、反応条件による生成物分布を明確化し、触

媒の最適化により炭化水素収率を高めた。含酸素化合

物脱酸素用触媒の活性劣化要因として窒素分の影響を

明らかにし、触媒の水素化活性を高めて活性低下を抑

制した。 

 

【平成24年度計画】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を推進

する。平成24年度においては以下を実施する。 

1) 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）事

業において引き続きワーキンググループ（WG）を運

営し、参加各国での分析可能ラボリストの完成と、実

市場でのバイオディーゼル燃料品質管理方法の検討な

どを実施する。 

2) エタノールの経年変化が pH に与える影響と、酸化

防止剤の効果を検証するとともに、ISO/TC28/SC7で

議論が進んでいる｢酸化度｣と｢電気伝導度｣について、

測定結果に各種測定条件が与える影響を評価する。 
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【平成24年度実績】 

・市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化の推進

に関し、以下の成果を得た。 

1) 東アジアアセアン経済研究センター（ERIA）事業

にて、分析可能ラボのリストアップを完了し、6カ国

のラボによる比較試験を実施した結果、各国の分析方

法を用いても、結果に大きな差異は見られないことを

確認した。 

2) 国産バイオエタノール5種を使い、室温条件下で1年

半にわたり追跡分析した。サンプル種で差があるが、

いずれも酸化防止剤の添加で pH、酸化度、電気伝導

度の変動が抑制され、安定化されていることを確認し

た。 

 

3-(2) 化石資源の開発技術と高度利用技術 

【第3期中期計画】 

 天然ガスや石炭等の化石資源の確保と高度な転換、利

用に資する技術の開発を行う。具体的には、将来の天然

ガス資源として期待されているメタンハイドレートから

天然ガスを効率的に生産するため、分解採収手法の高度

化等の技術開発を行う。また、引き続き世界の主力エネ

ルギー源の一つである石炭の有効利用のため、次世代石

炭ガス化プロセス等にかかわる基盤技術の開発を行う。 

  

3-(2)-① メタンハイドレートからの天然ガス生産技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・我が国周辺海域等に賦存し、将来の天然ガス資源とし

て期待されているメタンハイドレートから安定かつ大

量に天然ガスを生産する分解採収手法を開発する。こ

のため、分解採収手法の高度化、想定される生産障害

の評価、メタンハイドレート貯留層モデルの構築、生

産時の地層挙動の評価及び生産挙動を予測するシミュ

レータ等を開発する。メタンハイドレート貯留層特性

に応じた天然ガス生産手法を最適化するため、室内産

出試験設備等によりフィールドへの適用性を評価する。 

 

【平成24年度計画】 

・H23年度に引き続き貯留層特性に応じて生産量を最大

化させる生産手法・生産条件を評価する。 

1) 坑底圧を3MPa 以下とする強減圧生産法について生

産量に対する減圧スケジュールの影響を評価する。 

2) 細粒砂孔隙充填型砂層堆積物に関して、堆積物の粒

径分布、孔隙径分布と通電加熱効率との関係を実験的

に解析し、相関式を導出する。 

3) サイクリック減圧法の長期的な生産性を解析し、生

産性に対する貯留層特性の影響を解析する。 

4) 大型室内産出試験装置を用いた実験により貯留層特

性と最適坑底圧との関係を検証する。 

 

【平成24年度実績】 

・貯留層特性に応じて生産性を最大化させる手法につい

て数値解析等を実施した。 

1) 強減圧生産法において、水飽和率が高い減圧初期ほ

ど氷生成によるガス生産性増進効果が認められた。 

2) 通電加熱効率を実験的に解析し、砂層堆積物の平均

孔隙径と通電電力、温度上昇の間の相関を求めた。 

3) サイクリック減圧法を解析し、地温勾配は回収率に、

泥層浸透率はエネルギー効率に大きく影響することを

明らかにした。 

4) 大型室内産出試験装置を用いて強減圧生産法を検証

し、氷が生成する期間、ガス生産性が顕著に増加する

ことを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・H23年度に引き続き生産過程における流動障害につい

て実験的に解析し評価する。 

1) 生産時の細粒砂移流および MH 再生成による流動

障害モデル式の実験的検証を行う。 

2) 坑井内でメタンハイドレートが再生成する流動障害

過程について、速度的な影響を解析、評価する。 

3) メタンハイドレート被覆気泡同士の付着力を実験的

に測定する。さらに得られた付着力データを用いて被

覆気泡同士が合体して流動する過程のシミュレーショ

ンを行う。 

4 )生産シミュレータとの連携として開発した浸透率低

下モデル式の原位置条件下での適用性を整理する。 

【平成24年度実績】 

・生産過程における流動障害について実験的に解析し評

価した。 

1) 細粒砂の圧入量と浸透率低下の関係を求め、コア試

料の粒径分布依存性は小さいことなどを明らかにした。 

2) メタンガス体積量とメタンハイドレート再生成条件、

生成速度との関係及びレイノルズ数と生成過程の関係

を求めた。 

3) メタンハイドレート被覆気泡の付着力は過冷却度の

関数であることを明らかにし、被覆気泡の流動解析プ

ログラムを作成した。  

4) 地層変形シミュレータを用い、減圧に伴う圧密変形

が生産量に影響することを感度解析により明らかにし

た。 

 

【平成24年度計画】 

・H23年度に引き続き海域のメタンハイドレート貯留層

モデルを構築する。 

1) 三次元震探データを用いてメタンハイドレート貯留

層構造の解析および復元モデリングを実施し、貯留層

特性に係わる断層運動と地層形成を評価する。 

2) MH 堆積物のキャピラリーモデル解析に基づき、

MH 胚胎状態の変化を考慮した浸透率変化と見かけ
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上の NMR-T2分布変化を基に、CMR 検層結果を再

評価する。 

3) リングせん断試験装置を用いた未固結堆積物中での

断層形成実験により、実フィールドの断層性状に近い

大変位断層での浸透性評価を行う。 

4) 減圧過程におけるメタンハイドレート分解に伴う模

擬堆積物試料の組成変化と熱伝導率の関係を測定し、

生産時熱伝導率推算モデル式の開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・海域のメタンハイドレート貯留層モデルを構築した。 

1) 東部南海トラフ海域の堆積モデリングを行い、地層

の形成過程、隆起による堆積層形成と地すべり断層形

成との関連性を明らかにした。 

2) メタンハイドレート堆積物の NMR-T2解析からキ

ャピラリーモデルを最適化し、CMR 検層よりも高い

精度で浸透率を推定可能とした。 

3) 未固結堆積物のせん断面に垂直な浸透率は、せん断

につれ大きく低下することが明らかとなった。 

4) 陽解法によるメタンハイドレート層の熱伝導率推算

式に減圧過程の組成変化を組み込み高度化した。 

 

【平成24年度計画】 

・フィールドにおける生産性や生産挙動への地層変形の

影響について評価可能なシミュレーション技術の精度

向上を継続して行なう。  

1) 開発されたアップスケーリング手法を用いて、フィ

ールドスケールでの適用性の検証や改良を行う。 

2) 裸坑やグラベルパック等の坑井仕上げの違いや地層

傾斜等をパラメータとした坑井周辺の応力分布に関す

る解析を行い、安定な生産のための坑井仕上げ条件を

整理する。 

3) 坑井にかかる応力の評価を進めるために、ケーシン

グ－地層間やケーシング-セメント間の室内試験を行

い、これらの実験データを基にシミュレータの精度向

上を図る。 

【平成24年度実績】 

・フィールドにおける生産性および生産挙動への地層変

形の影響を評価するシミュレーション精度を向上した。 

1) 地層変形シミュレータにアップスケーリング機能を

組込み、従来に比べて約11倍の計算処理速度を実現し

た。 

2) 坑井仕上げの方法によって地層周辺の応力分布等が

異なること、地層の傾斜は垂直および水平変位に大き

な影響を与えることを明らかにした。 

3) ケーシング部材等の貫入試験結果より、有効拘束圧

などをパラメータとした摩擦強度に関する実験式を導

出し、坑井健全性の評価精度を向上した。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、メタンハイドレート資源開発の経済性向上

等のためのガスハイドレートの物理特性を活用した技

術を開発すると共に、メタンハイドレート技術の普及

を図る。 

1) 天然ガスハイドレート（NGH）輸送システムにお

けるガスハイドレートの生成分解特性の解析について

は、分解速度制御可能なセミクラスレート被覆条件に

ついて検討する。 

2) セミクラスレートハイドレートによるガス分離技術

について、炭酸ガス、硫化水素等のガス分離に対する

セミクラスレートハイドレートの適用可能性を評価す

るとともに、従来より使用されている TBAB 以外の

ガス分離に適した水和剤の探索を行う。 

3) ガスハイドレート系冷熱媒体を開発については、 

ガスハイドレート系冷熱媒体の性能向上に関して、新

たな物質の探索ならびにシステム構成に対する調査な

どを実施する。 

【平成24年度実績】 

・ガスハイドレートの物理特性について研究を行い、資

源開発における経済性を向上させるための技術を開発

した。 

1) ガスハイドレートの分解挙動を実験的に解析し、セ

ミクラスレート被覆剤の水溶液濃度と分解抑制効果の

関係を明らかにした。 

2) 従来より約20℃高く、温度30℃を超える調和融点を

持つセミクラスレートの炭酸ガス取り込み過程とその

速度について解析し、ガス吸収速度を最大化させる水

溶液濃度を見いだした。 

3) TBAB 系ガスハイドレートの添加物を調整し、同

冷媒の高温域への利用拡大を図ったほか、システム構

成などの調査研究を企業と連携し実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・メタンハイドレート資源開発とガスハイドレートの機

能を活用した技術の移転を進めるほか、実験教室、出

前講義、第4回メタンハイドレート総合シンポジウム

開催等による人材育成、国民との対話を進めメタンハ

イドレート技術の普及を図る。 

【平成24年度実績】 

・資源開発および機能活用技術に関する2つの産学官連

携組織を運営し、それぞれ年3回の検討会議を開催す

ると共に報告書のとりまとめを行ったほか、国際ワー

クショップ（8th Fiery Ice）の開催、第4回メタンハ

イドレート総合シンポジウムの開催、19件の技術研修、

15回の実験教室、4回の講演会主催、18件の依頼講演

などにより、研究情報の発信、人材育成および技術移

転などを行った。 

 

3-(2)-② 次世代ガス化プロセスの基盤技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高効率な石炭低温水蒸気ガス化方式により、ガス化温
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度900℃以下でも、冷ガス効率80%以上を可能とする

低温ガス化装置を開発する。さらに、低温ガス化プロ

セスを利用し、無灰炭や低灰分炭の特性を生かし、

H2/CO 比を1～3の範囲で任意に調整し化学原料等に

する技術を開発する。また、石炭利用プロセスにおけ

る石炭中の有害微量元素類の挙動を調べるための分析

手法を開発し、標準化手法を提案する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に改良した反応管を連続触媒ガス化装置に

組み入れ、触媒ガス化試験を実施する。先ずは加熱下

での流動床式ガス化が連続的に進むことを確認する。

次に原料と触媒の供給速度、ガス流速等の条件を変え

て試験を行い、連続的に原料供給と触媒抜き出しが行

なわれる状態でガスが生成し、かつ、タールの生成が

見られないガス化操作条件を決定する。連続触媒ガス

化プロセスの自立化を図るため、ガス化炉に必要な外

部からの熱供給のプロセスを構築する。 

【平成24年度実績】 

・連続式触媒ガス化装置を完成させ、インドネシア産ア

ダロ亜瀝青炭を用いて、700℃での連続触媒ガス化試

験を実施し、流動床式で安定して合成ガスが製造でき

ることを実証した。また、反応管の改良とガス化条件

の最適化により、タール生成が見られないガス化運転

に成功し、炭素転換率ほぼ100%を達成した。ガス化

に必要な熱供給のプロセスを考案し、自立型の連続ガ

ス化プロセスへの目途がついた。 

 

【平成24年度計画】 

・ダウナー形式の迅速熱分解炉を併設した2塔循環式連

続石炭ガス化装置により、石炭の連続ガス化実験を行

い、高い冷ガス効率を得るための最適運転条件を明ら

かにする。大型コールドモデルによる流動解析では、

高循環量と共に粒子濃度も大きくなる条件を明らかに

する。また、石炭模擬粒子と媒体粒子の混合特性を定

量的に評価し、混合器の形状や操作条件の混合特性に

対する影響をさらに詳細に明らかにする。粒子濃度に

ついては、ダウナーの粒子濃度をさらに増加する操作

条件を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・2塔循環式連続石炭ガス化装置により、6時間以上の連

続ガス化実験を実施した。熱分解炉とガス化炉の分離

および装置内のチャーリサイクルを併用することによ

りガス化効率が向上し、ガス化温度850℃、（水蒸気／

炭素）モル比1.5の条件で、ガス化効率63%を達成し

た。大型コールドモデルによる実験では、ライザー部

で循環速度500kg/m2s 以上、粒子率2%を達成し、高濃

度と高循環速度を両立した。模擬粒子を用いた粒子混

合実験では、混合機下部の数 m 以内で充分な粒子混

合が達成されることを確認した。 

3-(3) 資源の有効利用技術及び代替技術 

【第3期中期計画】 

 偏在性による供給不安定性が懸念されているレアメタ

ル等を有効利用するための技術及び資源の省使用、代替

材料技術の開発を行う。具体的には、レアメタル等の資

源確保と同時に有害金属類のリスク管理に資するため、

ライフサイクルを考慮した物質循環フローモデルを構築

する。また、廃棄物及び未利用資源からレアメタル等を

効率的に分別、回収する技術の開発を行う。省使用化、

代替材料技術として、タングステン使用量を30%低減す

る硬質材料製造技術の開発を行う。また、レアメタル等

の鉱床探査とリモートセンシング技術を用いた資源ポテ

ンシャル評価を行う。 

  

3-(3)-① マテリアルフロー解析 

【第3期中期計画】 

・有害金属類のリスク管理やレアメタル等の資源確保に

係る政策に資するため、国内外での生産や廃棄、リサ

イクルを含む、ライフサイクルを考慮した物質循環フ

ローモデルを開発する。具体的には、有害性と資源性

を持つ代表的な物質である鉛を対象に、アジア地域を

対象としてフローモデルを開発する。次に、鉛におい

て開発した手法やモデルを基礎として、他のレアメタ

ル等へ展開する。 

 

【平成24年度計画】 

・従来よりも高い空間分解能である5km メッシュの排

出量データを作成し、広域輸送の影響に加えて局所的

な発生源の影響を考慮した評価を行う。また、中古製

品を考慮した国間の金属マテリアルフロー解析手法、

アジアの高排出地域を特定するための排出量推定と空

間割り振り手法、高排出地域でのヒト摂取量推定手法

からなるアジア対応ばく露解析のプロトタイプモデル

を作成する。その妥当性を検証するため、経済成長が

著しいアジア地域に注目し、資源性とリスクを併せ持

つ鉛を例にケーススタディを行う。 

【平成24年度実績】 

・各国 GDP の空間割り振りによって燃料消費に伴う鉛

排出量5km メッシュデータを作成し、日本国内の環

境中鉛濃度推定で実測値の1/10～2倍の範囲内の良好

な検証結果を得た。中古品貿易と不法リサイクルを含

む鉛の国間マテリアルフロー解析手法を開発し、地球

規模で鉛排出量推定を行い、不法セクターの排出寄与

が非常に高いことを示した。中国の不法リサイクル集

積地区でアジア対応ばく露解析のプロトタイプモデル

のケーススタディーを行い、大気、河川水、底質中鉛

濃度推定で実測値の1/10～2倍の範囲内の良好な検証

結果を得た。 
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3-(3)-② レアメタル等金属や化成品の有効利用、リサ

イクル、代替技術の開発 

【第3期中期計画】 

・レアメタル等の有用な材料の安定供給に資するため、

使用済み電気・電子製品等の未利用資源を活用する技

術を開発する。具体的には、金属や化成品の回収及び

リサイクル時における抽出率、残渣率、所要段数、利

用率等の効率を50%以上向上させる粒子選別技術、元

素レベルでの分離精製技術及び精密反応技術を開発す

る。 

先端産業に不可欠なレアメタル等の省使用化、代替技

術を開発する。具体的には、界面制御や相制御により、

レアメタル国家備蓄9鉱種の1つであるタングステン使

用量を30%低減する硬質材料の製造技術、ディーゼル

自動車排ガス浄化用触媒の白金使用量削減技術や重希

土類を含まない磁性材料の製造技術等を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・製品等のセンシング選別において、最新の携帯電話機

種を含めたデータベースを拡充するとともに、選別処

理速度の向上を図る。タンタルコンデンサを高濃縮す

る複管式気流選別機を実証導入するとともに、基板か

ら剥離した素子群の選別シミュレーションソフトを完

成させる。また、蛍光ランプの非破壊識別方法を市販

の主要なランプ類に適用して実証試験を行う。 

【平成24年度実績】 

・製品等のセンシング選別において、携帯電話機種デー

タベースを202種に拡充するとともに、通信速度の改

良を加えて選別（識別）処理速度を約30%向上させた。

タンタルコンデンサを高濃縮する商業規模の複管式気

流選別機を茨城モデルの都市鉱山プラントに導入する

とともに、電子素子選別シミュレーションソフトの試

作版を完成させた。蛍光ランプの非破壊識別試験機を

試作し、7メーカー43種の市販蛍光ランプについて検

証したところ、全て識別可能であることを明らかにし

た。 

 

【平成24年度計画】 

・焙焼－浸出－溶媒抽出による希土類磁石からの希土類

の選択分離では、実際の廃磁石を使用した一貫試験を

行うとともにネオジムとジスプロシウムの分離に吸着

法の適用を試みる。また第三相及び沈殿生成の無い安

定なロジウム抽出剤の構造探索を行う。さらに溶融塩

を用いた新しい希土類金属分離プロセスについて、こ

れまで検討してきた合金隔膜を用いた手法も含め、よ

り実用に適した方法を模索する。 

【平成24年度実績】 

・希土類磁石からの希土類の選択分離では、常圧におい

て希土類の浸出率95%以上、鉄の浸出率1.2%以下と

できる操作条件を確立した。また、ネオジムとジスプ

ロシウムの分離に関して、含窒素担体に用いた新規吸

着剤を作製した。ロジウム抽出剤に関しては、アミド

N-置換基が2-エチルヘキシル基であるアミド含有3級

アミン化合物が、第三相及び沈殿の生成が無い安定な

抽出剤であることを明らかにした。溶融塩を用いた希

土類分離プロセスについては、装置を改良後、実際の

磁石を用いた溶出試験を行い、高い希土類選択性を確

認した。 

 

【平成24年度計画】 

・超小型の半回分式ロータリーキルンを用い、混合炭酸

塩共存下で廃電子機器を水蒸気ガス化し、生成物の収

率や組成に対する各種反応条件の影響を検討する。ま

た原料および生成物中に含まれる各種金属を定量し、

ガス化反応下における共存金属の反応挙動を解析する。

またベンチスケールの内部循環型ロータリーキルンを

用い、食品包材等の熱分解ガス化のシステム上の検討

を行う。具体的には、熱分解ガスの円滑取出しシステ

ムや、安定した試料供給機構の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・超小型ロータリーキルンを用いてエポキシ基板を水蒸

気ガス化すると主に水素と二酸化炭素が生成し、ガス

化速度は溶融炭酸塩の添加や高温下で促進された。基

板には鉄やニッケルなどが含まれ、反応条件下で一部

は酸化されたが、ガス化反応を促進する効果が観測さ

れた。内部循環型ロータリーキルンで食品包材用

PVC とポリアミドを共存熱分解すると、塩化水素の

排出量が低減した。安定して試料を供給し熱分解ガス

を取り出すため、ラシヒリングとフィルターを組み合

わせた供給機構や、プッシャー型取り出し機構を開発

し採用した。 

 

【平成24年度計画】 

・重希土類を使用しない Sm 系磁石粉末の焼結特性を

明らかにし、Sm 系異方性焼結磁石を開発する。タン

グステン使用量をさらに減じた硬質材料の開発ととも

に、コーティング WC-FeAl 切削工具を試作して

CFRP 等難削材の切削性能評価を行う。MAX 相の低

温酸化メカニズムの解明とヒータ化技術を高度化する。

ディーゼル排ガス浄化における白金族低減触媒の量産

に向けた基本技術を開発する。三元触媒のセリウム低

減にむけた材料プロセス技術を開発する。ビスマス使

用量の低減を目指して熱電モジュール開発および青銅

合金鋳物の高度化を図る。 

【平成24年度実績】 

・Sm 系焼結磁石の耐熱性の確認と、異方性 Sm 系磁石

粉末に Zn 被覆して低温・高密度焼結した。省タング

ステン硬質材料に特定元素添加で靱性を改善した。ダ

イヤ膜を高密着した WC-FeAl 製ドリルで CFRP に

穴あけ加工した。MAX 相の組成制御で低温酸化を改
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善し、パイプ状にヒータ化した。新規プロセスで kg
量の省白金族ディーゼル酸化触媒を調製した。成分偏

析を抑制し実用セリウム材料の数倍の酸素吸蔵能の材

料を創製した。省ビスマスで Fe-V-Al 熱電素子を集積

した熱電モジュールの開発、凍結中子の高度化で青銅

鋳物の品質向上をした。 

 

3-(3)-③ レアメタル等の鉱床探査と資源ポテンシャル

評価 （別表2-2-(2)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源

の成因や探査法に関する研究、リモートセンシング技

術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャ

ル評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発

に連結しうる鉱床を各地域から抽出する。 

海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則

り、探査法開発、海底鉱物資源の分布や成因に関する

調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学

的データの補充等によりフォローアップする。 

 

【平成24年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のための研究

を行う。 

1) モンゴル、南ア、南米、米国、東南アジアなどにお

いて、希土類を中心とするレアメタル鉱床の資源ポテ

ンシャル評価を実施する。特にモンゴル西部では、重

希土類鉱床の精査を実施する。 

2) レアメタル分析・選鉱試験施設において、希土類鉱

石を中心とする分析・選鉱ルーチンを確立する。ロシ

ア、東南アジアなどの選鉱残渣からの希土類鉱物選鉱

試験を実施し、開発に向けた基礎資料を得る。高精度

年代測定装置を導入し、整備する。 

3) 国際会議、学会等によりレアメタルの資源開発動向

や最新の資源評価技術を把握し、資源の安定供給確保

のための方策を検討する。 

4) 産総研レアメタルタスクフォースの活動の一環とし

て、展示会、講演会などを分担する。 

【平成24年度実績】 

・モンゴル西部、南ア北東部における鉱床精査により、

高品位・大規模重希土類鉱床の分布を確認した。施設

の安全対策を策定し、小型浮選機などを導入・整備し

た。ロシアなどの選鉱残渣の分析により希土類抽出に

関する基礎的データを得た。高精度年代測定装置など

を導入し高度化を図った。各種統計資料や企業訪問な

どにより希土類の世界的資源量予測やマテリアルフロ

ー解析を行った。また、中国、香港などの希土類関連

国際会議に参加し情報を収集した。テクノフロンティ

ア2012への出典、定例会への参加をした。 

 

【平成24年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のための研究

を行う。 

1) 南アフリカ共和国最大の金鉱床地域において、微小

領域分析に基づき金の存在形態を明らかにする。また

南アの白金族鉱床を対象として白金族の存在形態を明

らかにする。 

2) 菱刈地域、野矢地域やアラスカ州の金鉱床を対象と

して同位体分析、微小領域分析を用いた鉱床探査法の

検証を行う。また、金鉱床の特徴を抽出するため、雲

仙火山内部の熱水系を比較検討する。 

3) インジウム鉱床を対象として、亜鉛鉱石に加えて銅

鉱石のインジウム含有鉱物等の X 線顕微鏡、赤外線

顕微鏡観察や硫黄同位体比測定等を行い、インジウム

濃集環境の多様性を明らかにする。 

4) 鉄マンガンクラストの成因と金属元素濃集機構の解

明を目的として、鉄マンガンクラスト試料の密なオス

ミウム同位体分析に必須な試料作製法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・南ア金鉱石で金ナノ粒子を確認し、白金族鉱床硫化鉱

物ではペントランダイト微小部で Pd が高濃度であっ

た。菱刈鉱床内方解石の同位体比をボーリングコアの

それと比較し、野矢地域では同位体比と化学分析値の

空間的な関係を明らかにした。アラスカでは3種の炭

酸塩鉱物の同位体比の鉱床探査における役割を示した。

雲仙では深度1700m で190℃の変質累帯配列を示した。

豊羽鉱床で In は銅鉱石中にも最大1090ppm 含まれる

ことを明らかにした。鉄マンガンクラストについては

タングステンカーバイドドリルによる密な試料作製法

を開発した。 

 

４．グリーン・イノベーションの核となる材料、デバ

イスの開発 

【第3期中期計画】 

 部材、部品の軽量化や低消費電力化等による着実な省

エネルギー化とともに次世代のグリーン・イノベーショ

ンを目的として、従来にない機能や特徴を持つ革新的材

料及びデバイスの開発を行う。具体的には、ナノレベル

で機能発現する新規材料や多機能部材の開発を行う。ま

た、部品、部材の軽量化や新機能の創出が期待される炭

素系新材料の産業化を目指した量産化技術の開発と応用

を行う。さらに、ナノテクノロジーを駆使して、電子デ

バイスの高機能化・高付加価値化技術の開発を行う。ナ

ノエレクトロニクス等の材料及びデバイス研究開発に必

要な最先端機器共有施設を整備し、効率的、効果的なオ

ープンイノベーションプラットフォームとして活用する。 

  

4-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

【第3期中期計画】 

 省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する
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材料開発を通じてナノテクノロジー産業を強化するため

に、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能部材

の開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成

技術や自己組織化技術を基にした省エネルギー型機能性

部材の開発を行う。また、新規無機材料や、有機・無機

材料のハイブリッド化等によってもたらされるナノ材料

の開発を行う。さらに、革新的な光、電子デバイスを実

現するナノ構造を開発するとともにこれらの開発を支援

する高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

  

4-(1)-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型

機能性部材の開発 

【第3期中期計画】 

・調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省

エネルギー型機能性部材への応用を目指して、光応答

性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等の

ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、

及びナノメートルからミリメートルに至る階層を越え

た自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に見出した2成分系材料を用いて塗布印刷

型薄膜形成法による薄膜太陽電池を作成し、その性能

との相関を明らかにするとともに、太陽電池の薄膜活

性層に適合したナノ構造を自発的に形成する新たな液

晶性有機半導体の合成と液晶性、半導体特性の解明を

行う。印刷による薄膜デバイス製作を行い、膜質とト

ランジスタ性能の相関を解明するとともに薄膜形成時

の分子配向制御の手法についても検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度開発の2成分系材料について薄膜太陽電池

試作のため n 型半導体との相溶性を検討したところ

相溶解性の制御が重要であることを見出した。一方、

太陽電池薄膜活性層ナノ構造を自発的に形成する新規

材料の合成に成功し高速キャリヤ移動度を計測した。

液晶性有機半導体材料を塗布成膜したトランジスタ素

子における素子特性を評価しモルフォロジーと電極界

面が重要な因子であることを見出した。また、塗布し

た光応答性高分子薄膜の微細皺構造上で光照射により

10µm 幅の微小体積液体の液柱操作が可能なことを見

出した。 

 

【平成24年度計画】 

・スマートマテリアルの開発を深化すべく、光応答型

CNT 分散剤については、より実践的な応用を目指し

た反応条件の最適化と、再生利用可能な分散剤への展

開を検討する。さらに、他のスマートマテリアルの開

発においても、光に応答してバルクの相構造（固体と

液体、結晶とアモルファス等）を制御可能な新材料の

創製や、電子デバイス等の具体的応用に向けたイオン

液体ゲル、および光修復材料応用に向けた液晶基盤ゲ

ルの諸物性、特に力学特性の解明等を検討する。 

【平成24年度実績】 

・今年度は、特に省エネに貢献しうる光応答性材料とし

て、室温で光に応答してバルクの相構造（固体と液

体）を制御可能な新材料の合成に成功し、論文並びに

プレス発表により大きな反響を得て、これまで数十件

の企業面談を行った。さらに、光修復可能な液晶基盤

ゲルの応力破壊後の自己修復性や、イオン液体ゲルの

高弾性率特性および自己修復性について解明し、論文

およびプレス発表を行った。また、光応答型 CNT 分

散剤については、熱分析により分散剤の残存量につい

て定量的な評価を試み、反応条件の最適化に必要なデ

ータを得つつある。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトアクチュエータ等の部材となる新規ソフトゲル

の開発を行う。バイオミネラリゼーション等の手法を

用いて、自立強度を持つ軟骨型透明部材の開発を行う。

ソフト微細構造界面との相互作用により流動媒体に生

じる新奇秩序構造の解明を行う。コロイド配列配向制

御における新規界面電気現象の解明ならびに表示デバ

イスへの応用に取り組む。分子設計により有機電界発

光素子の発光効率ならびに耐久性の向上をめざす。バ

イオ MEMS 技術等を活用し、臨床分析のための新規

センシングデバイスの開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・ソフトアクチュエータ部材となる新規ソフトゲルとし

て導電ゲルを開発し、その力学測定を行った。軟骨型

透明部材ではその材料組成－力学特性相関を検討した。

ソフト微細構造界面に誘起された新奇秩序構造を発見

解明した。コロイド配列配向制御での新規界面現象で

ある電圧誘起コロイド配列配向化を解明し、表示デバ

イスを開発した。重水素標識により有機電界解発光素

子の緑色発光効率が約7%向上し、2.3倍の輝度半減寿

命を示した。膜タンパク質を微小流路に形成し、バイ

オ MEMS センシングデバイスを作製した。 

 

【平成24年度計画】 

・種々の条件で作製した有機デバイスについて、2色可

変 SFG 等の各種計測技術を駆使して、特性向上の要

因や素子劣化機構の分子レベルでの解明を目指す。ま

た、テクノロジーブリッジとしての役割を果たし各種

材料系の開発に計測の分野から貢献する。 

【平成24年度実績】 

・2色可変 SFG を用いてソフトマテリアルと水との界

面における高分子鎖と水分子の再配向挙動を明らかに

した。また実動作する有機デバイスを用い、実動作状

態での有機デバイス内部挙動をその場計測することに

成功した。テクノロジーブリッジの役割を果たす成果
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の一例としては、レーザー分光および質量分析計測を

複合的に組み合わせプラズマエッチング機構に関する

知見を得ることにより、半導体薄膜エッチング装置の

信頼性向上に資する情報を提供した。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトマテリアルの新規デバイス応用を目指して、ポ

リマー・薄膜複合体により作成したマイクロリンクル

上の液晶が示す秩序構造の形成メカニズムを理論およ

びシミュレーションにより明らかにし、そのマイクロ

マニュピュレーター応用についての提案を行うことで、

ソフトマテリアルの階層的自己組織化による構造形成

と非平衡挙動に関する理解を深める。 

【平成24年度実績】 

・液晶がマイクロリンクル上で自己組織形成する要因と

その構造について、微粒子捕捉サイトの熱揺らぎの温

度依存性について理論的な考察を行い、捕捉機構につ

いて理解を深めることで微粒子マイクロマニピュレー

タの温度制御に関して設計指針の提案を行った。 

  

4-(1)-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化

を図ることにより、省エネルギー電気化学応答性部材、

高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面

コ－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の

高付加価値ナノ粒子応用部材を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・セシウム吸着用プルシアンブルー型錯体ナノ粒子の開

発を進め、土壌を含めた多様な放射性セシウム汚染体

の除染技術に適用していく。 

【平成24年度実績】 

・放射性セシウム汚染水を除染できるさまざまな形態の

吸着材を開発、実証試験に使用できる試作品を製作し

た。特に、ナノ粒子分散液と、造粒体は連携企業から

試験販売が開始された。様々な汚染物から除染する手

法の研究開発を進めた。植物系汚染物については、焼

却後、灰を除染、放射性汚染物の量を千分の一以下に

する方法を開発、福島県において実証試験を開始した。

土壌については、土質の違いによる除染効率の違いを

明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・レーザーやプラズマを利用してナノ粒子あるいはサブ

マイクロメートル粒子作製する技術を確立し、大量合

成技術を検討することによりその応用実現の可能性を

検証する。 

 

【平成24年度実績】 

・液相レーザー溶融法による ZnO、TiO2、Cu2O、B4C
などの機能性サブマイクロメートル粒子の大量合成技

術の開発、気相中熱酸化法による貴金属－酸化物接合

複合ナノ粒子の生成技術の開発、高温高圧水を利用し

た Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr ナノ粒子の連続合成技術の開

発、高圧二酸化炭素を用いたシリカナノ粒子含有発泡

ポリマーコンポジットの連続合成技術の開発を進め、

さらに製造微粒子について、光散乱体、光触媒、EL
デバイス、断熱材などの諸機能の評価を進めた。 

 

4-(1)-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能

部材の開発 

【第3期中期計画】 

・セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材

料の接合及び融合化と適材配置により、従来比で無機

粉末量1/2、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機

複合プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数

ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガ

スクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセン

サ部材等の多機能部材を開発する。このために必要な

製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなくナノ

からマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及

び融合化技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・無機複合プラスチックの低粉末量に於ける熱伝導性等

の機能を発現させるために無機粉末の剥離分散プロセ

ス技術を引き続き検討すると共に、外部場を用いた異

種材料間の接合プロセスに関して基盤技術を強化する。

マルチセンサ部材に関しては、センサデバイスの低濃

度検知性能を向上させ、水素、一酸化炭素混合ガスに

対して1ppm 濃度を検知するガス検知技術を開発する。

また、有機－無機界面を利用した無機ナノクリスタル

の形態及び配列制御に関する技術を開発し、ナノクリ

スタル材料群について適材配置と機能発現の相関性を

検討する。 

【平成24年度実績】 

・無機複合プラスチックについて、粉末の高圧せん断法

の剥離分散プロセス技術により従来比1/2の粉末量で

同等の熱伝導性を達成すると共に、電磁波照射によっ

て異種材料の密着性並びに熱伝導性が向上することを

確認した。マルチセンサ部材に関しては、高い燃焼性

能の触媒集積化によりセンサデバイスの低濃度検知性

能を向上させ、水素、一酸化炭素混合ガスに対して

1ppm 濃度検知を実現した。また、2種類の無機ナノ

クリスタルを基板上で配列した精緻構造体の構成ユニ

ットと界面の性質を複合した特異な誘電特性を明らか

にした。 
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4-(1)-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の開

発 

【第3期中期計画】 

・ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基

に、ナノギャップ構造の最適化と高密度化により、既

存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）

を実証する。また、ナノ構造に起因するエバネッセン

ト光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最適化によ

り、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出

し効率80%以上）を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノギャップ電極によるメモリー動作に関しては、将

来素子の量産化をにらみ1～2nm のギャップ幅でナノ

ギャップを大量生産できるプロセスの実現を目指す。

AlGaInP 系発光ダイオードについて選択成長リッジ

デバイスの発光効率を向上させるとともに、より高い

発光効率が期待できる薄膜デバイスの試作を行う。ま

た、GaN 系デバイスの試作も並行して進める。 

【平成24年度実績】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関しては、幅1

～2nm のギャップを大量生産する手法として、原子

層堆積法による金属／犠牲層／金属積層構造から犠牲

層エッチングを行う方法、及び金属蒸着中の電界破断

による方法を実現した。AlGaInP 系発光ダイオード

については、光取出し面に微小リッジ構造、裏面に銀

ミラーを備える薄膜型赤色 LED を試作し、光取出し

効率40～50%を達成した。また、黄色 LED に必要な

結晶成長技術の開発とともに、GaN 系 LED に必要

な微小リッジ構造の作製に成功した。 

  

4-(1)-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミュ

レーション技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新

材料及び新デバイスの創製、新プロセス探索等に貢献

するシミュレーション技術を開発する。このために、

大規模化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、

自由エネルギー計算等における高精度化を達成して、

シミュレーションによる予測性を高める。 

 

【平成24年度計画】 

・新規デバイス開発の支援のため、必要な計算技術及び

プログラムを開発並びに整備しながら、電子状態、伝

導特性、及び誘電特性などについてシミュレーション

研究を進める。具体的には、QMAS の開発・応用を

進める。遷移金属内包シリコンクラスターがシリコン

基板上にエピタキシャル成長した薄膜の構造モデルを

構築する。各種グラフェン・ナノ構造の電気伝導特性

を計算し、新たな特性を予言する。電気伝導とともに

非弾性電流、熱散逸や非平衡電子による平均場力など

広範囲なエネルギー交換過程のシミュレーション基礎

理論構築と適用を行なう。 

【平成24年度実績】 

・計算コード QMAS の機能を拡張し、遷移金属酸化

物・有機導体等の電子材料研究に適用した。実験結果

に基づき WSi10クラスター薄膜の構造モデルを構築

し、第一原理計算で最適化構造・電子状態を求めた。

アモルファスのアルミナ・ジルコニア・ハフニアにお

いて、共通原子構造を見出した。層欠陥がある多層グ

ラフェンを調べ、谷分極した電気伝導という新奇な特

性を明らかにした。ナノ接合での電気伝導に加えてフ

ォノン伝導の第一原理計算プログラムを開発し、また、

固液界面での計算のため、粗視化力場の基礎理論を構

築した。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、燃料電池の実用化及びリチウムイオン2次

電池の高容量化に向けて、金属、半導体、及び酸化物

／溶媒界面の電気化学反応、高分子電解質膜内のプロ

トン伝導、などの解析を行う。同時に水素貯蔵材料の

シミュレーション研究を行い、吸蔵特性を解析する。

本年度はこれらの研究の内、特にアルカリ電解質形燃

料電池に用いられるアニオン電解質膜の化学的劣化機

構をシミュレーションから明らかにし、より耐久性の

高い膜の設計指針を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・燃料電池酸素極に対して、酸素還元反応を阻害する表

面構造を明らかにした。リチウムイオン2次電池の電

極/溶媒界面に対して、リチウムイオンの脱溶媒和の

過程を明らかにした。また、水素貯蔵材料に対して、

格子欠陥に伴う水素吸蔵位置や微視的構造に関する実

験値を再現し、水素貯蔵特性変化の発現機構について

考察した。アルカリ電解質形燃料電池に対しては、ア

ニオン電解質膜の化学的劣化機構を明らかにし、鍵と

なる反応の抽出に成功した。膜の耐久性向上の為には、

この反応を阻害すれば良いという膜の設計指針を明ら

かにした。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノバイオ、ソフトマテリアル開発において重要な生

体機能や分子機能の解析のための分子シミュレーショ

ン要素技術（分子間相互作用の精密計算と分子モデリ

ング技術、自由エネルギー評価法）を高度化し、化学

反応機構、分子認識機構の解析、分子自己組織化構造

解析・安定性解析などを行う。平成24年度はこれらの

研究の内、特にカーボン材料における相互作用解析を

進めるとともに、カーボン材料が生体膜系に与える影

響などを明らかにする。 
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【平成24年度実績】 

・生体機能や分子機能の解析と予測のために必要な力場

開発等の分子シミュレーション要素技術の開発と、化

学反応機構、分子認識機構、分子自己組織化構造の解

析・安定性評価等を行った。具体的にはカーボン材料

の解析を行い、フラーレンの添加が生体膜の流動性に

与える影響を明らかにした。また、グライム系イオン

液体の相互作用を解析するとともに分子動力学シミュ

レーションを行い、グライム鎖長がイオンの輸送特性

に与える影響を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・大規模電子状態理論のコード（FEMTECK、FMO）

の開発研究、シミュレーション基礎理論（動的平均場

近似、時間依存第一原理計算）の研究を継続する。そ

して強相関材料が示す超伝導現象発現の予測、有機材

料を利用した光起電現象と材料劣化機構の解明、電気

化学反応機構の解明、レーザーを用いた非熱的材料加

工方法の研究を行い、バイオ・エレクトロニクス・エ

ネルギー材料の設計と開発を推進する。また、「京」

の次世代のスパコンのためのコードの高速化技法など

の開発にも注力し、NEC・東北大との共同研究を始

める。 

【平成24年度実績】 

・FMO および FEMTECK コードで大規模計算を可能

とし、電気化学反応機構解明のため水溶液中の赤外ス

ペクトル解析、金属水素化物におけるイオン伝導を調

べた。強相関材料超伝導機構解明のために、有効相互

作用の周波数依存性のバンド幅への繰り込み、自己エ

ネルギー非局所性を考慮した動的平均場近似＋GW
法を準備した。時間依存第一原理計算によるシミュレ

ーション技術を開発し、レーザー加工・光起電材料劣

化機構の研究を進めている。NEC－東北大学と連携

して時間依存第一原理計算コードの高速化を確認して

いる。 

 

【平成24年度計画】 

・理論・シミュレーション技術を用い、有機デバイス材

料等の構造制御の理論的解明ならびに光機能・電子機

能の理論的開拓と特性解析をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・有機半導体層における分子配列構造を予測し、計算化

学的手法を用いて、キャリアの性質を同定する ESR
解析の基本となる g 値や超微細相互作用の大きさを

明らかにした。さらに、輸送方程式を解くことにより、

有機半導体中の光電流および電荷密度の光強度依存性

の解析的な関係を求め、実験結果の解析を行った。 

  

4-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

（Ⅲ-2-(2)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

 部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なナノチューブや炭素系材料の開発を行うととも

に、これらの材料を産業に結びつけるために必要な技術

の開発を行う。具体的には、カーボンナノチューブ

（CNT）の用途開発と大量合成及び精製技術の開発を

行う。また、グラフェンを用いたデバイスの実現を目指

して、高品質グラフェンの大量合成法の開発を行う。有

機ナノチュ－ブの合成法高度化と用途開発を行う。パワ

ーデバイスへの応用を目指して大型かつ単結晶のダイヤ

モンドウェハ合成技術の開発を行う。 

  

4-(2)-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び

産業化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用

途開発を行うとともに産業応用を実現する上で重要な

低コスト大量生産技術（600g/日）や分離精製技術

（金属型、半導体型ともに、分離純度：95%以上；収

率：80%以上）等を開発し、キャパシタ、炭素繊維、

透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用す

る。また、ポストシリコンとして有望なグラフェンを

用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量

合成技術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の

合成法の高度化と用途開発を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業に試料を提供する。CNT の分散技術、及び

CNT とゴム、樹脂、金属との複合化技術の開発を行

い、100W/mk の高伝熱ゴム、0.01%以下の低添加で

高導電性を有する樹脂を実現する。歪みセンサーを活

用したセンサー、マイクロキャパシタなどのデバイス

開発を行う。eDIPS 法で合成した SWCNT の長さ、

結晶性の構造制御を行い、透明導電性フィルムの特性

を向上させる。 

【平成24年度実績】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業などに試料を100件以上提供した。低ダメージ

の CNT の乱流分散技術を開発し、分散体をフッ素ゴ

ムと複合化することで95W/mK の高伝熱ゴム、また

樹脂と複合化することで0.01%の低添加で10-3S/m の

高導電性を有する樹脂を実現した。歪みセンサーを企

業に提供し実用化の課題を抽出、また、微細加工で製

造した電極を用いて、平面上で直列･並列で駆動する

マイクロキャパシタを開発した。eDIPS 法で合成し

た SWCNT の構造制御を検討し結晶性を G/D 比200

以上に向上することにより、透過率92%シート抵抗

325Ω/sq（従来値：透過率89%で405Ω/sq）まで、透

明導電性フィルムの特性を達成した。 
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【平成24年度計画】 

・分子内包などによりカーボンナノチューブを高度化し、

エネルギー分野などへの応用研究を行う。また、分光

法による新規カーボンナノチューブ評価技術を開発す

る。バイオ応用では、経口投与におけるナノチューブ

やナノホーンの体内への取り込み量を調べ、薬剤送達

の可能性を調べる。カーボンナノチューブの近赤外発

光を用いた臨床検査システムの可能性を検討する。ボ

トムアップ型有機ナノ材料の実用化を目標として、有

機ナノチューブ材料の合成法高度化の対象品種の拡張、

多機能化技術の開発により同材料の優位性を明かにす

る。 

【平成24年度実績】 

・分子内包 CNT の半導体成分抽出およびフォトニクス

デバイス上での発光検出に成功した。溶液中の CNT
形状が偏光解消動的散乱法によって評価できることを

見出した。マウスに経口投与したカーボンナノホーン

は、生体内への取り込みが無く、消化器疾患部分への

薬剤送達に適していることを確認した。CNT 近赤外

蛍光ラベルを用いた免疫沈降アッセイが可能であるこ

とを示した。有機ナノチューブの品種拡張、多機能化

により、変性タンパク質を正常な立体構造に折り畳ま

せて活性を回復させる機能や抗がん剤の放出制御機能

を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

1) マイクロ波プラズマ CVD で合成するグラフェンの

品質をさらに向上し、高性能な透明導電膜用途、およ

びグラフェンの新たな用途への適用可能性を探索する。 

2) 熱 CVD による高品質グラフェンの電気特性評価を

行い、各種デバイス材料としての可能性の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

1) プラズマパラメータの最適化、合成用基板である銅

箔の表面状態の平坦化・清浄化、銅箔からのグラフェ

ンの転写技術の向上、さらに安定したドーピング技術

を開発した。これにより透過率80%、シート抵抗数キ

ロΩであったグラフェン透明導電膜の性能が、10mm
角以上の領域で透過率87.5%でシート抵抗500Ω/sq
以下（2.9kΩ/層）に向上した。 

2) 熱 CVD による高品質グラフェンのホール効果測定

等による電気特性評価、TEM、XPS 等による評価を

実施し、転写工程で導入される欠陥など、電子デバイ

ス材料として使用する際の問題点を明らかとした。 

 

【平成24年度計画】 

・単層 CNT を金属型と半導体型に高純度かつ大量に分

離する技術の確立に向けて、さらなる基盤技術開発を

行う。大型カラムを用い、1g/day の処理量を可能と

する分離条件を確立する。分離 CNT を用いた高性能

デバイスの基盤技術開発では、半導体 CNT による

CMOS 型論理回路にむけ、ドーピングによる p 型薄

膜トランジスタ作製法の確立を目指す。また、低欠陥

高品質 CNT や分離金属型 CNT を用いた透明導電膜

の作製と評価も行う。未知の分離原理の解明に向け、

新規界面活性剤を用いたゲル分離の詳細な解析も行う。 

【平成24年度実績】 

・単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技術開発に

おいて、単層 CNT の分散・精製・分離の各工程を改

善し、全工程を通じて2g/day の処理量が得られる条

件を確立した。分離原理の研究では、単層 CNT とゲ

ルの相互作用が Lungmuir の吸着等温式に従い、そ

の吸着はエントロピー駆動で、金属型と半導体型の吸

着定数の違いにより分離されることを見出した。また、

正孔注入分子を内包した半導体型 CNT を用いたドー

ピングによる p 型薄膜トランジスタの作製に成功し

た。分散剤除去が不要な簡便な透明導電膜の作製法を

確立した。 

 

4-(2)-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

【平成24年度実績】 

・ダイレクトウェハ化技術とモザイク接合技術を駆使し

て、ウェハ面積では直径2インチを大きく越える

40mm×60mm 接合ウェハを実現した。 

 

4-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンの推進（Ⅲ-1-(3)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

 次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術に

よる高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用したオ

ープンイノベーションを推進する。つくばナノエレクト

ロニクス拠点において、高性能、高機能なナノスケール

の電子、光デバイスの開発を行うとともに、最先端機器

共用施設として外部からの利用制度を整備することによ

り、産学官連携の共通プラットフォームとしての活用を

行う。 
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4-(3)-① ナノスケールロジック・メモリデバイスの研

究開発 

【第3期中期計画】 

・極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電

圧化、集積可能性検証を対象に、構造、材料、プロセ

ス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これに

よって、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な

基本的限界を打破できる新技術を5つ以上、創出する。 

 

【平成24年度計画】 

・不揮発性抵抗スイッチ効果を示す機能性酸化物薄膜を、

300ミリウェーハ量産に適した手法により形成するプ

ロセス設計をさらに高度化し、ストレージクラスメモ

リとして実用化可能、即ち書換回数100万回に到達す

るプロトタイプ RRAM チップアレイの動作実証を行

う。 

【平成24年度実績】 

・不揮発性抵抗スイッチ効果を示す機能性酸化物薄膜を、

300ミリウェーハ量産に適した積層及び加工条件にお

いて、集積化メモリ素子とする技術を開発し、ストレ

ージクラスメモリとして実用化可能となる、書換回数

100万回に到達するプロトタイプ RRAM チップアレ

イの動作実証に成功した。 

 

4-(3)-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・LSI チップ間光インターコネクションにおいて

10Tbps/cm2以上の情報伝送密度を実現するために、

半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、

光集積回路及び光、電子集積技術を開発する。また、

3次元光回路を実現するために、多層光配線、電子回

路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイ

ス、それらの実装技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・半導体ナノ構造および有機・ポリマー材料を用いた微

小光デバイス、光・電子集積技術に関して以下の技術

を開発する。 

1) 光電子回路基板との集積が可能な1.3µm 帯面出射

半導体レーザを開発する。また、光電子回路基板への

半導体レーザ実装技術を開発する。 

2) 光・電子集積技術に関しては、高密度・大容量ポリ

マー光配線、光集積素子作製・評価技術の開発に着手

する。 

3) 有機ポリマーアクティブ素子に関しては、H23年度

に明らかになった n 型有機半導体作製プロセスの改

善、またはそれに資する基礎的データを明らかにする。

また、有機結晶を活性層に用いた光増幅能を有するポ

リマー光導波路を開発する。 

 

【平成24年度実績】 

1) 半導体ナノ構造・光デバイスに関しては、ポリマー

回路基板上1.3µm 帯量子ドット面出射レーザを実現

し、レーザ発熱特性を明らかにした。 

2) ポリマー光集積技術に関しては、高密度ポリマー光

配線の構造設計の指針を決め、ポリマー回路上 Cu マ

イクロミラーを実現した。半導体光集積技術に関して

は、多波長光源チップの基本設計・試作を行い、基本

的な伝播特性評価を行った。 

3) 有機ポリマーアクティブ素子に関しては、劣化の少

ない加工条件を得て、有機結晶 pn 接合膜からなる有

機 EL 素子の大幅な低抵抗化に成功した。光増幅能を

有するポリマー光導波路に関しては、反転分布が可能

な有機結晶を効率よく形成できる手法や条件を確立し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・シリコンフォトニクス光集積回路技術として以下の開

発を行う。 

1) 単一シリコン基板上に、マルチチャンネルアレイレ

ーザーダイオード、シリコン光変調器、ゲルマニウム

受光器、シリコン細線光導波路を集積した、光電子融

合システムを作製し、マルチチャンネルのインターコ

ネクト動作を実現する。 

2) 積層型アモルファスシリコン3次元光回路において、

平成23年度に開発した異なる層の光導波路間で信号光

が移行するデバイス構造を利用して、光導波路が立体

交差する構造を試作する。作製プロセスフローの高度

化を進め、層間距離600nm 以上の構造の試作を行う

ことにより、低クロストークの光導波路交差を実現す

る。 

【平成24年度実績】 

・マルチチャンネルアレイレーザーダイオード、シリコ

ン光変調器、ゲルマニウム受光器、シリコン細線光導

波路を単一シリコン基板上に集積し、6.6Tbps/cm2の

信号伝送密度を実証した。光源実装技術として100チ

ャンネル以上の光源アレイを実現した。 

・積層型アモルファスシリコン光回路の中で異なる層の

光導波路間で信号光が移行するデバイスを試作して光

の層間移行を確認した。また、層間距離600nm 以上

の構造の光導波路立体交差を作製した。 

  

4-(3)-③ オープンイノベーションプラットフォームの

構築 

【第3期中期計画】 

・産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナ

ノエレクトロニクス等の研究開発に必要な最先端機器

共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組み

を整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も

含めた横断的かつ総合的支援制度を推進する。当該施
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設の運転経費に対して10%以上の民間資金等外部資金

の導入を達成する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、産総研ナノプロセシング施設

（AIST-NPF）を窓口とした先端機器共用イノベーシ

ョンプラットフォームの拡充、整備を実施する。研究

支援インフラを産総研内外、産学公の研究者に公開す

る拠点とネットワークを形成し、コンサルティングや

産業科学技術人材育成等も含めた横断的かつ総合的支

援制度を充実させる。より具体的に、産総研内におい

ては、NPF と SCR や MEMS ファンドリとの連携を

強化し、ユーザーへ提供する技術サービスの高度化を

図る。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度より文部科学省ナノテクノロジープラット

フォーム事業に参画し、研究支援インフラを産総研内

外、産学公の研究者に公開する拠点ネットワークを形

成することを通じて、コンサルティングや産業科学技

術人材育成等も含めた横断的かつ総合的支援制度を充

実させた。産総研内においては、特に NPF と SCR
間の連携を強化し、10件を超える SCR ユーザーの

NPF 利用件数を達成した。 

 

【平成24年度計画】 

・集積シリコンフォトニクスに向けたプロセスプラット

フォームの構築に向け以下の開発を行う。 

・シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、スーパークリーンルームでの光源実

装プロセスの確立を図るとともに、機能素子を集積し

たインターコネクト用光集積回路デバイスの作製と動

作実証を行う。300mm ウエハを用いたプロセスプラ

ットフォームについては、液浸 ArF リソグラフィを

用いた高精度加工技術を確立し、パッシブデバイス性

能を検証する。 

【平成24年度実績】 

・「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤

技術開発」において、技術研究組合光電子融合基盤技

術研究所との連携により SCR100mm ウエハラインに

おけるシリコンフォトニクス機能素子集積プロセスを

確立し、試作した集積回路において6.6Tbps/cm2の世

界最高レベルのデータ転送を確認した。 

・SCR 拠点における集積シリコンフォトニクスプラッ

トフォームの構築については、300mm ウエハライン

の液浸 ArF リソグラフィを用いた高精度光導波路加

工技術を構築した。細線導波路において2dB/cm 以下

の低導波損失、16波長多重の分波デバイスにおいて

30dB 弱の低クロストーク動作を確認した。 

 

５．産業の環境負荷低減技術の開発 

【第3期中期計画】 

 産業分野での省エネルギー、低環境負荷を実現するた

めには各産業の製造プロセス革新が必要である。そのた

め、最小の資源かつ最小のエネルギー投入で高機能材料、

部材、モジュール等を製造する革新的製造技術（ミニマ

ルマニュファクチャリング）、化学品等の製造プロセス

における製造効率の向上、環境負荷物質排出の極小化、

分離プロセスの省エネルギー化を目指すグリーンサステ

ナブルケミストリー技術の開発を行う。また従来の化学

プロセスに比べ、高付加価値化合物の効率的な生産が可

能なバイオプロセス活用技術、小型、高精度で省エネル

ギー性に優れたマイクロ電子機械システム（Micro 
Electro Mechanical Systems：MEMS）の開発を行う。

さらに、様々な産業活動に伴い発生した環境負荷物質の

低減及び修復に関する技術の開発を行う。 

  

5-(1) 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷

の推進 

【第3期中期計画】 

 製造プロセスの省エネルギー、低環境負荷に貢献する

革新的製造技術であるミニマルマニュファクチャリング

の開発を行う。具体的には、多品種変量生産に対応でき

る低環境負荷型製造技術、セラミック部材と表面加工技

術を用いた省エネルギー製造技術及び希少資源の使用量

を少なくしたエネルギー部材とモジュールの製造技術の

開発を行う。また、高効率オンデマンド技術の一つとし

て、炭素繊維等の難加工材料の加工が可能となるレーザ

ー加工技術の開発を行う。さらに、機械やシステムの製

品設計及び概念設計支援技術の開発を行うとともに、も

のづくり現場の技能の可視化等による付加価値の高い製

造技術の開発を行う。 

  

5-(1)-① 多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製

造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・デバイス製造に要する資源及びエネルギー消費量を

30%削減するために、必要な時に必要な量だけの生産

が可能で、かつ多品種変量生産に対応できる製造基盤

技術を開発する。また、ナノ材料を超微粒子化、溶液

化し、それらを迅速に直接パターニングするオンデマ

ンド製造技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・高速オンデマンド微細パターン形成技術として、レー

ザー援用 IJ で2次元描画に取り組む。光 MOD では、

インク溶液、配向成長等を最適化し、高温電子デバイ

スやディスプレイ用の50Ω/□の透明導電膜や透明蛍

光体膜を開発する。局所加熱スピニングでは、製品と

して使用されているもので Mg 合金板の成形テストに
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取り組み、新規 Mg 合金板材のスピニングにおける成

形性向上の検討を通して、省エネ型板材製造プロセス

の開発にも着手する。光学プローブによって迅速な欠

陥検出を行う光走査型表面検査システムの基礎技術を

開発する。 

【平成24年度実績】 

・レーザー援用 IJ で、線幅5µm、アスペクト比：1、描

画速度30mm/sec（一昨年度比3倍）の2次元描画を実

現した。光 MOD で、ナノ粒子を用いた原料や光照射

プロセスの改良により、シート抵抗50Ω/□の透明導

電膜や現行安全標識輝度比で1.7倍の薄い蛍光体膜を

実現した。実部品を想定した Mg 合金板材の温間スピ

ニング加工法に成功し、プレス絞り加工と比較して

11%の省エネになることを実証した。光走査型表面検

査システムでは、光源と受光素子の基本配置を確定し、

A4サイズ試料用測定実験装置を試作した。 

 

【平成24年度計画】 

・オンデマンド製造技術基盤構築を実現するため、有

機・無機ナノ粒子の連続合成システムの開発を進める。 

・極低酸素分圧下での材料合成ーパターニング装置の整

備を進め、オンデマンド材料合成～パターニング技術

で、銅などの低抵抗金属配線形成を目指す。 

・マイクロコンタクトプリント法と従来の印刷法を融合

し、従前の凸版印刷から凹版、平版へ拡張することで、

版胴を用いた連続プロセスへの技術課題を抽出する。 

・転写効率の向上と耐刷性の向上を両立させるため、刷

版の表面エネルギーを制御する前処理法を確立する。 

・超精細印刷におけるパターニングの再現性向上を図る

ため、微小液滴の表面化学的挙動の観察・分析法の探

索をおこない、濡れ拡がりと乾燥の解析をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・酸化物半導体の合成法を検討し、微粒子分散法による

酸化物半導体インクの作製に成功した。 

・スーパーインクジェット法による銅インクのパターニ

ングと酸素ポンプによる処理を組み合わせ、銅細線の

形成技術を開発した。 

・新規高精細パターニング技術を開発し、刷版の版胴へ

の固定化法を検討し、位置精度誤差を15µm 以内とす

ることに成功した。 

・刷版表面の親水化処理と疎水化処理法を検討し、親撥

パターンの可視化技術を開発した。 

・メソ領域におけるインクの濡れと撥きについて観察と

解析に関する手法を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・H23年度に開発したミニマル装置の実用化へ向けての

高度化と、研究レベルにあったミニマルイオン注入、

ミニマルプラズマプロセスなどをミニマル装置化する。

また、ミニマル搬送システムについても、さらに搬送

精度を向上させる開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・H23年度開発した塗布・現像・露光装置に関しては、

実用化へ向けてさらなる改良を行い、技術研究組合に

参加する企業による商用機発売の目途をつけた。 

・イオン注入については、ミニマル規格に収まる小型化

プロトタイプを開発し、イオン注入実験を開始した。 

・半導体プロセスに必須のプラズマを利用したエッチン

グとスパッタおよび化学機械研磨をそれぞれミニマル

装置化した。 

・ミニマル搬送システムについては、1000回以上の連続

動作でもエラー0を実現し、実用レベルの耐久性をも

つ airPLAD3の開発に成功した。 

  

5-(1)-② 高性能セラミック部材と表面加工技術を用い

た省エネルギー製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・製造産業における生産からリサイクルに至るプロセス

全体の省エネルギー化を図るために、断熱性等の機能

を2倍以上とした革新的セラミック部材等の製造技術、

及び機器及びシステムの摩擦損失を20%以上低減させ

る表面加工技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・多孔質材の骨格部となる低熱伝導性無機材料を開発す

るとともに、同材料を用いた高性能断熱中空ユニット

の製造技術を開発する。また、90%以上の気孔率を有

する多孔体において、大型部材化と気孔形態制御を両

立させる造形技術を開発し断熱性能との相関関係を評

価する。摩擦低減化技術開発においては、コンロッド

軸受等への適応に向けて、円筒内面を模擬した基板な

どへのナノストライプの構築と摩擦低減機構の解明の

ため引き続き実験的検証を進める。これらの開発要素

プロセスの省エネルギー性の評価を摩擦試験装置を用

いて実施する。 

【平成24年度実績】 

・15cm 角の大型多孔質材（気孔率90%以上）の製造技

術を開発するとともに、試験片（数 cm 角）と同等の

低熱伝導率を有することを確認した。断熱中空ユニッ

トを組み立てた球状構造の容器において、従来部材と

比較して放熱量が58%低減されることを確認し、第三

期中期計画の「断熱性等機能を2倍以上とした部材製

造技術」を前倒しで達成した。表面機能付与技術にお

いては、円筒内壁の接触を模擬した鉄系の試験片を用

いてナノストライプ構造の構築を試み、本部材が摩擦

試験において摩擦低減効果を示し、省エネルギー性を

確認した。 

  

5-(1)-③ 資源生産性を考慮したエネルギー部材とモジ

ュールの製造技術の開発 
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【第3期中期計画】 

・固体酸化物形燃料電池や蓄電池用の高性能材料、部材

及びモジュールを創製するため、希少資源の使用量を

少なくし、従来に比べて1/2以下の体積や重量で同等

以上の性能を実現する高度集積化製造技術や高スルー

プット製造技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・多燃料利用での高耐久性 SOFC モジュール製造技術

等を開発する。また、1000Wh/kg 級正極部材をはじ

めとする高容量電極材料および新規固体電解質材料の

開発や、常温付近で作動する全固体型蓄電池技術等を

開発する。AD 法や MOD 法等での超電導薄膜製膜技

術により、臨界電流密度（Jc）や膜厚向上技術等を検

討する。さらに、AD 法で樹脂シート状に酸化チタン

ポーラス膜を形成し、色素増感型太陽電池への適用性

を検討する。 

【平成24年度実績】 

・600℃域でのブタンガス等による直接発電における初

期100時間の耐久性と、高集積化が可能な SOFC 燃料

電池電極製造技術を開発した。また、新規製造プロセ

ス開発により、高容量化が可能な1000Wh/kg 級の新

規マンガン酸化物の高容量蓄電池正極材料を見出し、

全固体電池製造技術も開発した。超電導薄膜に関して、

実用化可能なイオン照射プロセスにより従来比4倍の

磁場中高 Jc 化を達成した。さらに、AD 法で樹脂シ

ート上に酸化チタンポーラス光電極膜を形成し、変換

効率4.8%の色素増感型太陽電池性能を確認した。 

 

5-(1)-④ レーザー加工による製造の高効率化 

【第3期中期計画】 

・自動車製造工程等に適用できるタクトタイム1分以内

を実現する炭素繊維強化複合材料等のレーザー加工技

術の開発、及び従来のフォトリソグラフフィー法等の

微細加工技術に比較して30%以上の省工程・省部品化

処理が可能なオンデマンド加工技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・炭素繊維強化複合材料の高品位、高速のレーザー加工

技術に関して、切断、接合プロセス制御因子最適化を

テスト機を用いて詳細検討を行うとともに、レーザー

誘起背面湿式加工法等を駆使したオンデマンド加工に

おけるさらなる省工程処理の技術開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・炭素繊維強化複合材料の高品位、高速のレーザー加工

技術に関して、切断プロセス制御因子を最適化するこ

とで3mm 厚試料に対して最高2m/分の加工速度を実

証することができた。また、レーザー誘起背面湿式加

工法について、サファイヤガラスや化学強化ガラスの

微細加工工程を最適化し、従来法よりも40%省工程で

処理できるとの結果が得られ、装置開発に成功した。 

 

5-(1)-⑤ 製造分野における製品設計・概念設計支援技

術の開発 

【第3期中期計画】 

・機械やシステムの基本設計に必要とされる候補材料の

加工に対する信頼性、機械寿命、リサイクル性を予測

するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工

学手法を融合したトータルデザイン支援技術を開発す

る。企業における有効事例を3業種以上構築する。 

 

【平成24年度計画】 

・上流設計の研究事例として、チタン製ねじの他に電磁

力応用機器を加える。電磁鋼板の加工における磁気損

失メカニズムや応力印加の磁気特性に及ぼす影響の解

明について着手する。また、低ひずみ加工を実現する

ための加工法の検討に取り組む。寿命・余寿命評価ツ

ールに関しては、様々な形状の部材に適用できるよう、

拡張有限要素法を用いた欠陥解析を取りいれる。さら

に、設計支援ツールに関しては、高付加価値化と開発

期間の短縮の両立、メインテナンス／アフターサービ

ス計画の上流設計への反映が可能なように高度化を図

る。 

【平成24年度実績】 

・チタン製ねじのプロセス技術開発ととも、電磁力応用

機器に用いられる電磁鋼板の電磁プレス加工を行い従

来よりも低ひずみ加工が可能であること、また磁気損

失の原因となる残留応力を低減できることを明らかに

した。寿命・余寿命評価ツールに関しては、拡張有限

要素法を用い、寿命評価を可能にする欠陥解析ツール

を開発した。さらに、上流段階で使用可能な設計支援

ツールを開発し、メンテナンス等ライフサイクルを通

じた付加価値の提供を考慮するとともに、設計の手戻

りを避け開発期間を短縮するツールの基本システムを

構築した。 

 

5-(1)-⑥ 現場の可視化による付加価値の高い製造技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・製造プロセスの高度化及びそれを支える技能を継承す

るために、ものづくり現場の技能を可視化する技術、

利便性の高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境

負荷な加工技術を開発する。成果を企業に導入し、顕

著な効果がある事例を50件構築する。 

 

【平成24年度計画】 

・製造業における情報活用をさらに推進するため、MZ
プラットフォームに Web アプリケーション開発機能

を追加する。故障要因分析支援を中心として、製造現

場の情報活用手法の研究を進める。ニーズの高い加工
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技術において高付加価値加工実現の指針を提供し活用

をさらに推進するため、ものづくり現場の技能技術の

解明・可視化と、その利用技術の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・MZ プラットフォームに Web アプリケーション開発

機能を追加し、技術移転先企業における試用評価を行

い、改善点を洗い出した。故障要因分析結果を問題解

決に活用するための支援手法を検討し、故障要因分析

支援ソフト FTAid への機能追加を行った。加工テン

プレートをベースに鋳造における注湯技能のパラメー

タ化を行い、その熟練作業の再現を可能にした自動注

湯機について、計測精度向上、異なる生産ラインへの

適用などの課題を解決してユーザビリティを高めた新

たな試作機を企業と共同で開発した。 

 

5-(2) グリーンサステナブルケミストリーの推進 

【第3期中期計画】 

 各種産業の基幹となる高付加価値化学品等の持続的な

生産、供給を実現するため、製造効率の向上、環境負荷

物質排出の極小化、分離プロセスの省エネルギー化等を

実現するプロセス技術の開発を行う。具体的には、精密

合成技術、膜分離技術、ナノ空孔技術、マイクロリアク

ター技術、特異的反応場利用技術等の開発を行う。 

  

5-(2)-① 環境負荷物質の排出を極小化する反応、プロ

セス技術 

【第3期中期計画】 

・酸化技術、触媒技術、錯体・ヘテロ原子技術、ナノ空

孔技術、電磁波技術等を用いることにより環境負荷物

質排出を極小化し、機能性高分子材料、電子材料、医

農薬中間体、フッ素材料等を合成するプロセス技術を

開発する。特に、反応率80%以上、選択率90%以上で

目的製品を得ることができる過酸化水素酸化プロセス

技術を開発する。また、触媒開発においては、触媒の

使用原単位を現行製造法の20%以下にする技術を開発

する。 

 

【平成24年度計画】 

・過酸化水素酸化プロセス技術開発について、高難度基

質であるスチレン誘導体を反応率80%、選択率85%で

エポキシ化する新規触媒を開発する。イリジウム原料

として酢酸イリジウムを用いる有機 EL 燐光材料の合

成法について、青色燐光材料への適用を検討する。ま

た、高機能有機ケイ素部材用触媒開発について、基本

構造の一つであるシロキサン構造を非水条件で形成す

る触媒技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・過酸化水素酸化プロセス技術開発について、スチレン

誘導体を含む高難度基質をエポキシ化する触媒を開発

し、反応率90%、選択率90%を達成した。イリジウム

原料として酢酸イリジウムを用いる有機 EL 燐光材料

の合成法について、カルベン系青色燐光材料へ適用し

た結果、収率70%で合成することに成功した。また、

高機能有機ケイ素部材用触媒開発について、水素とパ

ラジウム触媒を用いて非対称シロキサン構造を非水条

件で形成する触媒技術を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・反応中間体を単離及び同定することにより、触媒を用

いるアルケニルリン類製造プロセスの機構解明をさら

に進める。触媒の固定化を試み、廉価金属触媒を用い

る機能性リン類の高効率製造プロセスを開発する。ま

た、光学活性リン類の効率的な合成法の確立を目指す。

さらに、ヘテロ原子機能性高分子材料を開発し、その

特性を明らかにするとともに、効率的な貴金属抽出プ

ロセスを開発する。 

【平成24年度実績】 

・ヒドリドニッケル錯体などの反応中間体の単離に成功

し、アルキンとの反応によりアルケニル金属活性種経

由でアルケニルリン類が生成することを明らかにした。

ポリマー型配位子に金属触媒を固定化した触媒を用い

て、高い収率でアルケニルリン類を製造することがで

きた。光学活性なアルコキシドを用いて、ラセミリン

類から高選択的に光学活性なリン類を合成することが

できた。ヘテロ原子を含む新規機能性材料を合成し、

特異的に貴金属と配位形成することを明らかにし、パ

ラジウムや金などの効率的な貴金属抽出プロセスを開

発した。 

 

【平成24年度計画】 

・高い金属補足能を有する硫黄系配位子や二座配位子を

多点結合型リンカーを介してシリカ担体に固定化する

ことにより、中心金属の安定性向上による触媒の長寿

命化を図り、電子材料等の合成プロセスにおける触媒

の使用原単位を従来比25%以下にする。 

【平成24年度実績】 

・硫黄系配位子やリン系二座配位子を多点結合型リンカ

ーを介してシリカに固定化したパラジウム錯体触媒を

開発し、鈴木カップリング反応において、硫黄系配位

子では収率90%以上を維持しつつ5回以上の触媒のリ

サイクル利用を実現した。また、リン系二座配位子で

は均一系触媒と比較して5倍程度の活性向上を実現し、

いずれの場合も触媒の使用原単位を従来比で20%以下

にすることに成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・発泡剤製造における触媒反応等の効率化を図るととも

に、他のフッ素材料への応用を検討する。新たな冷媒

の開発に向け、候補化合物の大気寿命評価に必要な

OH ラジカルの反応速度を測定し、温度依存性を明ら
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かにする。混合系冷媒について、様々な温湿度条件に

おける燃焼性評価を行う。また、微燃性冷媒に適した

最小着火エネルギーと消炎距離測定法について検討を

行う。 

【平成24年度実績】 

・ウレタン断熱材用発泡剤として、従来品と比較して温

暖化効果が1/50以下で断熱性能が同等以上の特性を持

つ化合物を開発した。さらに同化合物を製造するため

の合成反応について、公開されている特許情報以上の

選択率が得られる触媒を開発した。また次世代冷媒候

補化合物の大気寿命評価に必要な OH ラジカルとの

反応速度を測定し、温度依存性を明らかにした。混合

系冷媒の安全な実用化のために、微燃性冷媒に適用可

能な最小着火エネルギーと消炎距離測定法について検

討し、その成果を冷媒の燃焼性等に関する安全基準案

に反映させた。 

  

5-(2)-② 化学プロセスの省エネルギー化を可能とする

分離技術 

【第3期中期計画】 

・化学プロセスの省エネルギー化の実現に資する膜分離、

吸着分離等の技術を開発する。具体的には、膜性能の

向上、膜モジュール技術の開発、膜分離プロセスの設

計を進めることにより、蒸留等を用いた現行プロセス

の消費エネルギーを50%削減できる膜分離技術を開発

する。また、ナノ多孔質材料の細孔表面の修飾や有機

材料等との複合化、細孔の配向性制御、吸着特性評価

等の技術を開発し、従来比25%以上の省エネルギー化

が可能な産業分野用吸着分離プロセスを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・膜モジュールの性能解析のため、パラジウム膜の水素

透過特性に与える因子を明確にし、実用的条件下にお

けるそれらの影響を定量化する。分子ふるい炭素膜に

よる化学原料の脱水精製については、高い分離性能を

示した分離系に対して長期安定性の評価や膜構造の改

善、さらにモジュールのスケールアップを実施する。

また、酸塩基系化学原料の脱水精製に対する炭素膜の

分離性能を向上させるため、膜の細孔制御法や分離操

作条件の最適化を行う。 

【平成24年度実績】 

・パラジウム膜の水素透過特性を、水素溶解度係数と水

素移動度に分離して定量化し、前者の影響が支配的で

あることを明らかにした。分子ふるい炭素膜による化

学原料の脱水精製について、イソプロパノール分離系

に適した膜構造の改良を行い、長期安定性の評価で

700時間安定に機能することを確認した。さらに、メ

ーカーと共同で膜面積が1m2のモジュールの製造を実

現した。また、酸塩基系化学原料の脱水精製に関する

評価を行い、細孔径が0.4nm の膜で炭素数4以上の化

学原料に対して優れた分離性能を示すことを見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・氷点下における水蒸気吸着挙動については、より広い

温度条件における水蒸気吸着挙動を検討するとともに、

量産に向けたローター形成並びにローター自体の水蒸

気吸着挙動についてデータを収集する。また、細孔表

面の親水性／疎水性の影響とその制御法を検討する。

ほう素吸着剤については、吸着剤の膨潤制御を行う。

また、実排水を用いた吸着実験を進めることにより、

実用材料としての評価を進める。バイオマスエタノー

ルからポリプロピレンを合成するプロセスについて、

ベンチプラントで硫黄不純物除去を実証する。 

【平成24年度実績】 

・氷点下における水蒸気吸着挙動について、-20℃まで

の温度条件で水蒸気吸着等温線の測定を行い、細孔径

による違いを明らかにした。また、ローター用の吸着

剤担持ペーパーの水蒸気吸着の測定も行った。細孔表

面の親水性／疎水性等については、極低圧からの水蒸

気吸着等温線の測定と微分吸着熱による評価を開始し

た。ほう素吸着剤については、膨潤を制御した吸着剤

で実排水実験を行い、実用材料としての評価を進めた。

バイオマスエタノールからのポリプロピレン合成では、

脱硫プロセスで酸化物吸着剤が使用可能なことを明ら

かにした。 

  

5-(2)-③ コンパクトな化学プロセスを実現する技術 

【第3期中期計画】 

・高温高圧エンジニアリング技術、マイクロリアクター

技術、膜技術、特異的反応場利用技術等を用い、有機

溶媒の使用を抑制したプロセスや、適量分散型で短時

間に物質を製造できるプロセス技術を開発する。特に、

機能性化学品を合成する水素化反応において、有機溶

媒を用いず、従来法に比べ150%以上の反応効率を達

成する。 

 

【平成24年度計画】 

・フラン類の水素化反応によって香料原料や樹脂原料を

合成するため、水、二酸化炭素ならびに高活性触媒を

用いることにより、有機溶媒を用いず従来法に比較し

て110%以上の反応速度を達成する水素化触媒反応系

を開発する。 

【平成24年度実績】 

・環境負荷を低減する特異的反応場利用技術として、有

機溶媒の代わりに水と二酸化炭素を溶媒として利用し

た高性能の触媒反応系を構築した。実例としてフラン

類の1種であるフルフラールの水素化触媒反応プロセ

スを開発し、テトラヒドロフルフリルアルコールの生

成を従来法に比較して110%の反応速度で達成した。 
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5-(3) バイオプロセス活用による高効率な高品質物質

の生産技術 

【第3期中期計画】 

 微生物や酵素を利用したバイオプロセスは、化学プロ

セスに比べて反応の選択性が極めて高く、高付加価値化

合物の効率的な生産が可能である。バイオプロセスの広

範な活用とバイオものづくり研究の展開のため、微生物

資源や有用遺伝子の探索と機能解明、生体高分子の高機

能化とバイオプロセスの高度化技術、設計技術及び遺伝

子組換え植物の作出技術の開発と密閉式遺伝子組み換え

植物生産システムの実用化を行う。 

  

5-(3)-① 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 

（Ⅰ-3-(1)-②へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高

度な解析により、バイオ変換において従来にない特徴

を有する有用な酵素遺伝子を10種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・16S rRNA 置換変異に基づく大規模な変異ライブラリ

ーの創成と目的変異株の迅速なスクリーニング方法の

開発を行い、新たな細胞工学の手法を確立する。とく

に野生型大腸菌では発現レベルの低い遺伝子について、

発現を亢進する変異株の取得やそのための方法論を確

立する。 

【平成24年度実績】 

・様々な分離菌株由来のゲノムやメタゲノムを鋳型に

16S rRNA 遺伝子を PCR クローニングし、大腸菌の

当該遺伝子欠損株に導入した。生育相補性によりライ

ブラリーをスクリーニングし、大腸菌16S rRNA と機

能相同な遺伝子を選択する系を確立した。その結果、

進化系統分類上の綱（クラス）を超えて、様々な微生

物由来の16S rRNA が機能相補しうることを発見した。

こうして得た変異株ライブラリーに対して野生型大腸

菌での発現レベルが低い遺伝子を導入した結果、発現

が向上する株を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・酵母による機能性脂質生産系において、脂質生産性の

向上に重要な脂質合成酵素 DGA1の構造と機能の相

関について解析を行う。高度不飽和脂肪酸生合成系の

律速段階のΔ6不飽和化過程の生産性向上のための培

養条件を、生理的および培養工学的に検討し、機能性

脂質やその誘導体の生産性や代謝に関与する因子の開

発を行う。また、グリセロール誘導体から合成する新

規重合性ケテンアセタールモノマーを単離するほか、

イタコン酸誘導体ポリマーを添加剤として用いたポリ

乳酸と植物繊維からなる複合材料の物性を調べる。 

【平成24年度実績】 

・出芽酵母 snf2破壊株をガラクトースで培養すると

DGA1の N 末端は欠失せず活性が低下することから、

DGA1の構造変化と栄養源情報の相関が示された。高

度不飽和酸生合成系で添加界面活性剤の種類でΔ6不

飽和化生産性が変化し、ヒドロキシラーゼ遺伝子導入

酵母でオレイン酸からリシノール酸生産に成功した。

また、グリセロール誘導体から新規重合性ケテンアセ

タールモノマーを反応溶媒エチレンカーボナートで合

成でき単離した。イタコン酸エステル・ポリマー添加

ポリ乳酸－植物繊維（低含量）複合材料の強度はポリ

乳酸単体と同等だった。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオマス原料として想定される稲わら等の前処理物

を効率的に糖化するバイオマス糖化関連酵素を次世代

シーケンスによるトランスクリプトーム解析技術に基

づいて環境メタゲノムから検出する。 

【平成24年度実績】 

・結晶性セルロースを用いた集積培養系を確立し、真核

生物由来の mRNA を抽出、50000以上の cDNA ライ

ブラリーを鋳型として、結晶性セルロースに対する活

性を持つ蛋白質を検索した。その結果13の GH ファ

ミリーに属する47のβ-1,4-glucanase の遺伝子の獲

得ならびに発現に成功した。 
 

【平成24年度計画】 

・有用な天然微生物の代謝パスウェイを高度解析するシ

ステムを開発する。 

【平成24年度実績】 

・比較ゲノム用配列アライメントプログラムである

LASTZ を解析パイプラインに組み込んだシステムを

開発し、微細藻類のゲノムについて、異質倍数体の確

認、及び遺伝子構造アノテーションの高精度化を行っ

た。また同定したゲノム配列に対し、機能が確定して

いる配列を用いた系統解析によるサブファミリー分類

を行うことで、遺伝子アノテーションを精密化した。 

 

【平成24年度計画】 

・有用微生物を利用した効率的な物質生産システムの構

築を目指し、次世代シークエンサーで産出されるゲノ

ム配列の解析基盤技術を開発する。様々な微生物ゲノ

ムに対して汎用的に応用できるアセンブリパイプライ

ンや遺伝子自動アノテーションシステム等の開発を目

指す。 

【平成24年度実績】 

・ゲノム配列における機能ドメイン出現パターンから麹

菌二次代謝遺伝子クラスターを予測する技術を開発し

た。 
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【平成24年度計画】 

・極限環境微生物から産業上有用な機能探索を行う。 

1) 南極産菌類の低温増殖性を利用した廃水処理をより

実用レベルに近い条件で検証する。 

2) 平成23年度に引き続き、昆虫腸内微生物叢の群集構

造の解析とその機能を明らかにする。特に、害虫の農

薬耐性化を引き起こす微生物がどのような分子メカニ

ズムで害虫に感染するのかを明らかにする。 

【平成24年度実績】 

1) 南極産菌類を用いて室内で連続処理模擬実験を行う

とともに、安価な大量培養法の検討を行った結果、接

種した菌類は低温で長期間系内に生残することおよび

安価な培地の作成が可能であることが判明した。 

2) 共生細菌が鞭毛運動性を用いて害虫カメムシに特異

的に感染することを発見した。害虫腸内の微生物叢を

調査し、多数の農薬分解菌を単離した。土壌および害

虫腸内由来の農薬分解菌について農薬分解特性を解明

した。 

 

【平成24年度計画】 

・農薬耐性に関与する共生細菌遺伝子群の同定をおこな

う。共生細菌のチロシン合成が、ゾウムシ類の外骨格

硬化に重要な機能を有するという仮説について、各種

生理学実験、トレーサー実験、RNAi による機能解析

などによる検証をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・共生細菌 Burkholderia のうち、特定の農薬分解性系

統に感染したホソヘリカメムシが直ちに農薬耐性を獲

得することを明らかにし，また南西諸島の野外カメム

シ集団の一部において共生細菌により農薬耐性を示す

カメムシの存在を示した。イモゾウムシ、クロカタゾ

ウムシの極小ゲノム共生細菌 Nardonella について、

ゲノム解析、適応度効果解析、生理的解析などが着実

に進展した。 

 

5-(3)-② 生体高分子や生体システムの高機能化による

バイオプロセスの高度化（Ⅰ-3-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行う

とともに、生物情報解析技術や培養、代謝工学を利用

して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分

子化合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産する

プロセス技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・トランスクリプトーム解析などのシステム生物学を活

用し、メタノール資化性酵母の物質生産に関与するバ

イオプロセスの解析と、そのデータを基にした遺伝子

改変を行ない、糖鎖関連分子の大量発現技術、および

医療用生物製剤の原料となる物質の生産を安価に行な

う生産技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・メタボロームによるバイオプロセスの解析を行い、遺

伝子導入によりアミノ酸生合成経路を新たに構築する

ことで、アミノ酸やチオール化合物などの医療用生物

製剤の原料となる物質の生産を安価に行なう酵母を開

発した。またトランスクリプトーム解析のシステム生

物学を活用し、メタノール資化性酵母がメタノールを

代謝する際の遺伝子発現を検討することで転写因子の

推定を行い、糖鎖関連分子の一つである糖転移酵素を

大量に発現させる技術を構築した。 

 

【平成24年度計画】 

・二次代謝系遺伝子を主たる標的として、遺伝子破壊・

過剰発現、メタボライトマッピングなどにより、新規

な生合成遺伝子を同定する。また、産業的に重要な生

合成遺伝子について、過剰発現と破壊の組合せにより、

生産性を向上させる手法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・二次代謝遺伝子の予測に基づいた LC/MS による代謝

物解析と遺伝子破壊等により、過去に構造が決定され

たカビ毒について、これまで未知であった生合成遺伝

子の決定に成功した。また、脂肪酸の代謝に関わる遺

伝子の過剰発現と破壊によって、親株の約10倍の生産

性向上に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き人工耐熱性セルラーゼのさらな

る改良に取り組み、耐熱性糖質分解酵素創製のための

方法論構築を目指す。また、糖代謝に関係する酵素等

の結晶化および立体構造解析を行い、糖質分解酵素設

計・創製に資する基盤情報の収集を引き続き行う。 

【平成24年度実績】 

・耐熱性キチナーゼの持つ基質吸着ドメインと耐熱性セ

ルラーゼを融合した人工酵素の高機能化に資する基盤

技術の開発の一環として、吸着ドメインの多重化を行

い結晶性セルロースに対する分解活性を最大で3倍以

上に増強する事に成功した。また、キチン分解系に関

与する耐熱酵素の機能発現にも成功した。更に糖代謝

に関与する酵素の高品質結晶化にも成功し、高分解能

の構造解析に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・有機酸による加水分解過程で、連続的に有機酸を流す

ことによる反応管（ステンレス）の腐食が懸念される。

そこで、反応管腐食の影響を極力抑え、かつ加水分解

が進行する条件の探索を行う。具体的には、有機酸種

（ギ酸、酢酸）および加水分解温度と腐食との関係を

回分式、流通式反応装置を用いて明らかにし、最適条

件を提示する。 
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【平成24年度実績】 

・金属錯体生成量を支配している因子を明らかにするた

めに、有機酸のステンレスに対する腐食速度に着目し

た。加水分解での酸濃度は1M であり、その酢酸水溶

液の腐食速度は、ギ酸のそれに比べ約1/2000である。

そこで連続装置を用い反応条件下（200℃）での金属

錯体生成量を測定した結果、酢酸の金属錯体生成量は

ギ酸に比べ約1/2000で、金属錯体生成量は腐食速度に

対応することが明らかになった。本条件での金属錯体

生成量は、バイオマス由来生成物に対して0.5wt%と

腐食による収率に及ぼす影響は無視できる。 

 

【平成24年度計画】 

・ウシ黒毛和種受精卵等の種々の細胞を5日間以上冷蔵

保存することのできる超強力細胞保護ペプチド

（CPP）を特定し同ペプチドを含む細胞保存液を開

発する。NMR を用いて CPP の3次元分子構造を決定

し、CPP のどの部分がどのように細胞保護機能を発

揮するかを分子レベルで解析する。 

【平成24年度実績】 

・魚類Ⅲ型不凍タンパク質の一種である NFE11と呼ば

れる66残基ペプチドがウシ黒毛和種受精卵の5日間の

冷蔵保存を可能する CPP であることを明らかにし、

同ペプチドを含む細胞保存液を開発した。同 CPP の

3次元分子構造を NMR を用いて決定した。機能制御

部位の構造と作用機序を分子レベルで解析中である。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の開発では電気化学的な観点から DNA の

挙動をまとめた。そこで平成24年度では同じく電気化

学的手法を利用して細胞の解析を開始する。細胞の中

でも初代培養細胞は医薬品開発において必須であるが、

細胞の種類に応じて解析装置が異なり煩雑である。そ

こで、複数の種類の初代培養細胞の形状、膜透過性な

どを一細胞レベルで電気化学的手法によって解析する

多機能型解析装置を開発する。平成24年度は、開発し

た装置を用いて心筋細胞の拍動解析を達成する。 

【平成24年度実績】 

・初代培養細胞である心筋細胞の拍動計測は、特別な電

極上に配置しなければならず煩雑な作業を要する。そ

こで平成24年度に我々は、心筋細胞の数マイクロメー

トル上部に微小電極を配置することによって、拍動に

伴った電流値変化を非接触で簡便に測定、解析する技

術を開発した。また本装置は、心筋細胞の拍動に伴っ

た収縮速度、拍動間隔、ならびに酸素消費量を一細胞

レベルでそれぞれ測定可能な多機能性を有することを

証明した。 

 

【平成24年度計画】 

・ロドコッカス属放線菌を脂溶性物質の変換反応場とし

て利用するため、ビタミン D をモデル基質とした変

換系の構築を行う。実際には、高活性型ビタミン D
水酸化酵素を発現したロドコッカス属放線菌を構築し、

基質透過を向上させる抗菌物質や細胞内外の反応環

境・条件を検討することで、現在のビタミン D 水酸

化体生産効率を20倍以上高めた系の構築を目指す。 

【平成24年度実績】 

・ビタミン D 水酸化酵素（P450vdh）の高活性型変異

体 T107A を放線菌内で発現し、野生型酵素を発現し

た細胞と VD3水酸化体生産効率を比較すると、4倍程

度その効率が向上することを確認した。更に、T107A
発現細胞に抗菌物質ナイシンを処理し、細胞内への基

質移行障害を除去すると、同様に処理した野生型酵素

発現細胞に比べて32倍 VD3水酸化体生産能が高くな

ることを見出し、当年の目標を達成した。 

 

【平成24年度計画】 

・酵母発現系を用い、複数のタンパク質を発現できるシ

ステムの利用研究を行う。キシロース代謝の至適化を

目指す研究開発を進めるとともに、高度不飽和脂肪酸

をターゲットに、合成酵素遺伝子群を発現させた高生

産株の創製を目指した技術の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・高いキシロース代謝能を有する実用酵母を得るために、

グルコース枯渇下でも高い活性を有するプロモーター

の探索を行った。その結果、2つの候補を得ることが

でき、さらにデリーション解析によってこれらプロモ

ーターの発現抑制に関わる領域を特定した。また、出

芽酵母におけるポリシストロニックな発現システムの

確立を目指し、 FMDV（ foot-and-mouth disease 
virus）2A region を用い、3つの脂肪酸不飽和化酵素

遺伝子を連結した発現プラスミドを構築した。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノ粒子を活用した機能性新規化合物の調製とその利

用研究を進める。マイクロ波を利用して、粒子半径が

従来のものより小さく、かつ粒径がそろった高性能ナ

ノ粒子が調製可能という知見に加え、以前研究したナ

ノ粒子上の糖鎖合成や糖転移酵素による糖鎖合成の知

見を合わせ、高性能ナノ糖鎖の調製研究を進める。そ

して、感染症や毒素検出系システムに展開し、イムノ

クロマトなど簡易測定による簡便で定量性を有する感

染症や毒素の検出キット開発を指向する。 

【平成24年度実績】 

・様々なマイクロ波利用条件にてナノ粒子を作製し、そ

の粒子半径やばらつきの評価をすすめ、現在、再現性

のある粒子作製条件を探索している。一方、対象糖鎖

郡のヒト癌細胞と正常細胞株における細胞増殖活性、

ヒト神経膠腫細胞における細胞分化活性能を調べたと

ころ、一部糖鎖に細胞分化活性能を示唆する結果を得
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た。 

 

5-(3)-③ 遺伝子組換え植物作出技術と生産システムの

開発 

【第3期中期計画】 

・植物生産システム等のグリーンバイオ産業基盤を構築

し、実用化に目処をつける。そのために、遺伝子組換

え技術により植物の持つ物質生産機能を高めるととも

に、転写制御因子の改変体モデル植物を全因子の90%
程度（従来は25%程度）について作成して解析するこ

と等により、新たな機能を付与する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・シロイヌナズナにおいて有用転写因子の探索と機能解

析を行う。最先端次世代事業では、転写抑制因子を改

変した形質転換体の作製と解析を進めると共に転写抑

制機構に関連する因子の探索を行う。先端的低炭素技

術開発プロジェクトでは、木質形成能を改変した新た

なエネルギー植物の開発に有用な因子の探索のための

形質転換体の作製と解析を行う。新農業プロジェクト

では、イネ形質転換体の作製と生産性関連形質に注目

した解析を行う。パラゴムに関するプロジェクトでは、

形成層形成に関わる因子のモデル系での探索、パラゴ

ム形質転換技術の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・最先端 Pj では、抑制因子を改変した形質転換体を約

300系統作成し有用形質の探索を開始した。転写抑制

機構の候補因子を単離。ALCA Pj では、非木質形成

変異体に30種類以上の転写因子を導入し､ブドウ糖収

量最大45%増の植物の作出に成功｡新農業 Pj では、総

計773種のキメラリプレッサー発現イネの表現型デー

タを取得すると共に、統合データベースを構築｡ゴム

ノキ Pj では、ジャスモン酸応答の候補因子を特定。

ゴムノキでの発現解析系を構築。アグロ感染時が形質

転換の主要な障害であることを特定。 

 

【平成24年度計画】 

1) 導入遺伝子のメチル化抑制は、発現量の増大に効果

的であると考えられるため、サイレンシングサプレッ

サーの PTGS 抑制効果に加え、ターミネーターの改

変等も行い、TGS による導入遺伝子のメチル化を抑

制する効果の検討を行う。 

2) 人工環境構築能力を活用し、特殊な光波長、環境条

件を設定し、植物における目的物質の生産量を増加さ

せる技術開発を、バイオマス増大、目的物質高発現の

双方から検討する。 

【平成24年度実績】 

1) ターミネーターの改変により導入遺伝子産物の約2

倍弱程度の発現量増加が認められた。またそれ以上に

導入遺伝子のプロモーターのメチル化が発現に多大な

影響を及ぼすことが明らかになった。一方、メチル化

阻害剤利用による顕著な発現増強効果は認められなか

った。  

2) 抗体発現タバコにおいて、温室栽培と比較して、生

重量あたりの目的物質発現量を低下させることなく、

約8倍近い成長（バイオマス増大）を示す人工環境下

水耕栽培条件を確立した。 

 

5-(4) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械シス

テム製造技術（Ⅲ-2-(3)へ再掲） 

【第3期中期計画】 

 産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献する

マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術の開発

を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生産す

るための大面積製造技術の開発を行う。また、バイオ、

化学、エネルギーといった異分野の MEMS デバイスを

融合及び集積化する製造技術の開発を行う。さらに、安

全・安心や省エネルギー社会実現に貢献する MEMS デ

バイスを利用したユビキタスシステムの開発を行う。 

  

5-(4)-① 高集積、大面積製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発

する。具体的には、100nm より微細な3次元構造体を

メートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負

荷でレジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材

料等を用いて MEMS を量産するための基盤技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・微細成型技術による MEMS 製造プロセスを開発し、

制御回路を含むプロトタイプデバイスを試作すること

により、デバイスとしての性能を検証する。 

・異種デバイス集積化のためのチップ高速位置決め技術

を確立し、これを利用して多数チップの一括接合・転

写プロセスを開発する。 

【平成24年度実績】 

・射出形成を用いた微細成型技術により MEMS ミラー

デバイスを低コストで作製する技術を開発し、試作し

た駆動および制御回路により可変照明動作を実現した。 

・キャリアウエハ上に疎水性の単分子膜をパターニング

することで、水の表面張力を利用する微小デバイスチ

ップの高速位置決め技術を開発し、多数チップの一括

接合・転写プロセスのために必要なキャリアウエハと

チップの結合力を制御するプロセスも合わせて開発し

た。 

 

5-(4)-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマ
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イクロシステムの実現のために、バイオ、化学、エネ

ルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した

MEMS デバイスを製造するための技術及び低消費電

力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造技術を

開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信

機能付きセンサチップを試作し、オフィス、クリーン

ルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減する

ためのシステム技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・マイクロリアクターにおける多相流動制御に関して、

シミュレーションを援用する設計手法を開発し生産性

向上を図る。本体サイズ5mm 角以内のオフィス環境

計測用プロトタイプ無線センサ端末を試作するととも

に、引き続き所内クリーンルームおよび100店規模以

上の小規模店舗にて消費エネルギーを10%削減するた

めのシステム技術を開発する。また、ライフインター

フェースデバイスとして、牛のルーメン内の pH、温

度、加速度を連続測定することが可能なプロトタイプ

無線センサ端末を試作する。 

【平成24年度実績】 

・多相反応を伴うマイクロ流路の動特性を予測可能なシ

ミュレーション技術を開発し、触媒反応型マイクロリ

アクターの並列運転に成功した。本体5mm 角のオフ

ィス環境（温湿度）計測用無線センサ端末のプロトタ

イプを試作し、動作を確認した。小規模店舗1700店舗

に無線電力センサシステムを実装して5%以上の省エ

ネを達成するとともに、所内クリーンルームにて夏季

消費電力平均値で平成22年度比約63%の削減を達成し

た。プロトタイプを用いた実験により、牛ルーメンセ

ンサ端末の無線周波数帯、形状・重量等の仕様を決定

した。 

 

5-(5) 環境負荷低減技術、修復技術 

【第3期中期計画】 

 各種産業プロセスから発生した環境負荷物質の高効率

処理及び浄化と環境修復に貢献する技術の開発を行う。

具体的には、水や大気等に含まれる微量重金属や残留性

有機汚染物質（POPs）等、低濃度の環境負荷物質を高

効率に処理可能な選択的吸着技術、触媒技術の開発を行

う。また、太陽光、植物や微生物等の自然界の能力を利

用、強化し、低濃度広域汚染サイトや複合汚染サイトに

も適用できる高効率、低コストな浄化、修復技術の開発

を行う。 

  

5-(5)-① 環境負荷低減を目指した浄化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・水や大気に含まれる低濃度の環境負荷物質を、従来比

で最大4倍の総合処理効率（処理能力／エネルギー消

費）で処理可能な浄化技術を開発する。具体的には、

ナノ空間材料や特殊反応場を利用した選択的吸着技術、

触媒技術等を活用して、反応選択性や効率の向上を図

る。また、残留性有機汚染物質（POPs）等難分解性

物質を焼却によらずに完全に無機化できる反応技術、

さらには有価物への変換技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・特殊反応場を利用した VOC 分解では、ゼオライトを

中心に Ag、W、Mo などのナノ粒子の担持効果を検

討し、VOC 転化率、CO2選択率、エネルギー効率に

優れた触媒を開発する。光学的分析手段を駆使して触

媒表面のプラズマの挙動等を明らかにする一方、水中

プラズマ、吸着、触媒、微細気泡などの特殊反応場を

複合した難分解性汚染物質の高効率処理法を検討する。

さらに、炭素ナノシートを利用した吸着濃縮促進型複

合化触媒、及び水熱合成法により表面特性を制御した

特殊反応場を有する機能性炭素材料を開発し、汚染物

質等の高効率分解を目指す。 

【平成24年度実績】 

・特殊反応場を利用した VOC 分解に有効な触媒として

Ag ナノ粒子を担持した低 Si/Al 比の HY ゼオライト

を開発した。同触媒で高サーフェスストリーマ進展性

及び酸素アニオンラジカル生成を分光学的に確認した。

水中放電プラズマにおけるパルス幅の影響を明らかに

し、約10µ秒では低電圧でも安定なプラズマ発生を確

認した。汚染物質の高効率分解用触媒の担体に適した

酸化グラフェン層をメソポーラスシリカで挟んだ炭素

ナノシートや、ポリスチレンラテックスをテンプレー

トとして糖から水熱合成した表面に有用な修飾基を有

するナノポーラス材料を製造した。 

 

【平成24年度計画】 

・環状分子吸着材については、担体と吸着用分子との結

合反応を、担体のアミノ基とトシル化シクロデキスト

リン又はカルボキシル化シクロデキストリンとの反応

およびシッフ反応の3通りに変え、1,4-ジオキサン等

の吸着除去性能に対する影響を評価する。ナノシート

吸着材については、担体と LDH（層状複水酸化物）

ナノシートの複合材を作製する。マイクロナノバブル

については、イオンインプラントなどの表面処理を施

したウエハの洗浄性能について検討し、硫酸過水を代

替する技術開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・環状分子吸着材の担体と吸着用分子との結合反応に関

して、反応方法、溶媒等を変え、1,4-ジオキサンの吸

着除去性能に対する影響を評価したところ、吸着除去

性能は溶媒に大きく依存することを見出し、最適な溶

媒を選定した。ナノシート吸着材については、Zn 系

LDH における LDH ナノシート作製検討を行い、層

間イオンとして重炭酸イオンを少量添加すればナノシ
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ートになることを見出した。マイクロナノバブルによ

るウエハの洗浄に関しては、性能試験を実施した結果、

硫酸過水より後処理が容易であることを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・酸化チタン光触媒結晶表面上の過酸化水素の状態およ

び酸素分子の影響については、測定感度の問題を解決

し、定量的な知見を得るとともに、赤外分光法から具

体的な結晶酸素格子上の過酸化水素と水分子、酸素分

子の構造と光触媒活性との関係を明らかにする。また、

新規光触媒材料の開発では、有機半導体光触媒として

有望な窒化炭素の構造および活性点の解析を進め、可

視光応答性を高めた材料の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・赤外分光測定の感度補正によって、酸化チタン光触媒

結晶表面上の過酸化水素と酸素の還元反応が表面吸着

水の増大に影響し、また、結晶表面が Ti-OH、Ti-O
及び結晶酸素格子状 O:H2O 構造となることから触媒

活性との関係を見出した。また、新規光触媒材料の開

発では、光触媒作用を示す窒化炭素は N と C と H か

らなる一次元ポリマーが水素結合により安定化した基

本構造を有し、ポリマー末端のシアノ基が活性点であ

ることを見出した。上記の構造を有する窒化炭素の調

製条件を明らかにし、可視光応答性を高めた光触媒を

開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・代替フロン HCFC の加水分解反応速度の温度依存性

の再評価、水中の吸着剤の探索結果等に基づき、加水

分解による HCFCs の省エネルギー処理システムを提

案する。CO2を有価物へ変換する多核金属錯体触媒の

反応機構解明のため、米国及び国内研究機関との共同

研究を実施する。また、パーフルオロオクタンスルホ

ン酸（PFOS）類の自然環境中分解反応過程を明らか

にし、POPs 条約関連政策へ貢献する。 

【平成24年度実績】 

・数種類の HCFC の加水分解反応速度等の温度依存性

を決定した。加水分解による省エネルギー処理システ

ム提案では、吸着剤や水酸化物イオンが加水分解反応

速度を低下させる場合に留意する必要のあることがわ

かった。二酸化炭素光還元を行なう多核金属錯体触媒

の反応機構解明について、米国ブルックヘブン国立研

究所で在外研究を行い、東京工業大学で開発した錯体

触媒の光増感部から触媒部への電子移動速度を測定し

た。また、PFOS 類が太陽光により分解し環境内変換

するなど、POPs 条約で従来考慮されていない事項を

見出した。 

 

5-(5)-② 自然浄化能の強化による環境修復技術の開発 

【第3期中期計画】 

・太陽光や植物、微生物等の自然界が有する環境浄化能

力を促進、拡大強化することにより、環境負荷が少な

く、オンサイトでも利用可能な土壌、水、空気の環境

修復技術を開発する。例えば、これまで困難であった

低濃度広域汚染サイトや複合汚染サイトの低環境負荷

型浄化、修復を可能とするために、既存法に比べて除

去コストを1/4に縮減する浄化技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・土壌中 VOC の処理システムでは、ソーラーリアクタ

ーによる VOC 除去性能を評価し、地下部分での

VOC の気固及び気液分離技術と組合せたシステムを

完成させる。水中有害物質の太陽光処理では、有機リ

ンの回収分離技術と細菌の処理技術について検討する。

また、自然浄化能に及ぼす汚染物質の大気‐土壌‐環

境水間の分配の影響を調べるため、雲粒、エアロゾル

や土壌等の表面水の関わる不均一反応がアルデヒド類

の化学反応や沈着に及ぼす影響を室内実験と理論計算

により定量評価する。一方、POPs 類を指標とした東

日本大震災の影響評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・土壌中 VOC の処理では、毛細管蒸散による気液分離

を考案した。試作システムにより VOC 分解反応の進

行を確認した。水中有害物質の太陽光処理では有機燐

農薬分解物が pH6以下で TiO2に吸着して水中に溶出

しないこと、細菌処理では塩添加により光触媒の副次

反応で効率が上昇することを見出した。土壌等の表面

水が関わる不均一反応が沈着等に及ぼす影響を室内実

験で定量した。雲粒中などのアルデヒド類の化学反応

速度を理論計算により定量した。大津波による POPs
類の太平洋への流出を環境分析データから明らかにし

た。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、重金属類の低レベル毒性化お

よび固定化に関与する環境微生物群を分離培養し、そ

の生理学的解析を行う。さらに同位体追跡技術や分子

生態学的手法を用いて、重金属類汚染サイトで浄化機

能を担う環境微生物群を同定する。植物による土壌汚

染対策技術の開発については、放射性物質が多く存在

する表層土壌に根を浅く張る芝を栽培し、削り取る土

壌量を削減した除染対策試験を行う。さらには、坦子

菌類などを用いた、主にセシウムを対象とした土壌中

にある放射性物質の除去試験を開始する。 

【平成24年度実績】 

・重金属類の低レベル毒性化、固定化に関与する環境微

生物の同定試験では、結晶性鉄鉱物を基質とする独自

培養技術を用いて新規な環境微生物を5株分離培養し、

その金属還元能を生理学的解析により確認した。また

次世代シークエンサー解析を用いて、重金属類汚染サ
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イトで浄化機能を担う環境微生物群を同定した。植物

による土壌の除染技術では、芝張りによる引き剥がし

は土壌量削減に寄与するが、廃棄物総量の削減となら

ないこと、坦子菌類によるセシウムの吸収除去は有用

であるが、土壌栽培が困難という実用化への課題を明

らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・VOC 汚染環境のバイオレメディエーション（バイオ

オーグメンテーション）を想定し、開発した網羅的モ

ニタリング技術を汚染現場に適用する。また、バイオ

オーグメンテーションに利用可能な VOC 等分解微生

物の培養、同定を進める。それらの結果を基に、標準

的環境生態系影響評価の評価項目候補を決定する。さ

らに、開発した核酸標準物質を活用し、その遺伝子マ

ーカーを汚染環境中（土壌・地下水）で定量的に検出

できる計測技術の開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・外来微生物の野外使用における安全性評価手法（環境

影響評価）の開発のため、平成23年度に確立した網羅

的モニタリング技術を複数のバイオレメディエーショ

ンサイト（バイオスティミュレーション）のモニタリ

ングに適用した。遺伝子マーカーの探索のため、平成

23年度に引き続きバイオオーグメンテーションに利用

可能な VOC 等分解嫌気性微生物の培養、同定と分離

を進めた。得られた遺伝子マーカーを汚染環境中（土

壌・地下水）で定量的に検出できる計測技術を複数開

発した。 

 

６．持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、

安全性評価及び管理技術並びに環境計測及び評価技

術の開発 

【第3期中期計画】 

 グリーン・イノベーションにより持続可能社会を構築

するためには、エネルギー技術をはじめ、科学と産業に

かかわる安全性、環境影響等を正しく評価することが必

要である。そのため、エネルギー関連技術にかかわるシ

ナリオ等の評価を行うとともに、二酸化炭素削減のため

の技術及び取組の評価手法の開発を行い、二酸化炭素削

減ポテンシャルを定量化する。また、産業活動における

安全性を向上させるために、ナノ材料に代表される新材

料のリスク評価及び管理技術の開発、産業事故防止のた

めの安全性評価及び管理技術、化学物質の最適管理手法

の開発を行う。さらに、環境負荷物質のスクリーニング、

計測技術の開発と物質循環過程解明を通じた総合的な環

境影響評価技術の開発を行う。 

  

6-(1) 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

【第3期中期計画】 

 持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連

技術にかかわるシナリオの分析、評価を行う。具体的に

は、環境と資源の制約を考慮し、二酸化炭素の回収貯留

や水素を媒体としたエネルギーシステム等の開発及び導

入に関するシナリオの分析、評価を行う。さらに、国際

的な連携を念頭においた国内外技術開発ロードマップや

新規技術の適用性評価及び技術導入シナリオの策定を行

う。 

  

6-(1)-① 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

【第3期中期計画】 

・持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連

技術にかかわるシナリオの分析、評価を行う。具体的

には、環境と資源の制約を考慮し、二酸化炭素の回収

貯留や水素を媒体としたエネルギーシステム等の開発

及び導入に関するシナリオの分析、評価を行う。さら

に、国際的な連携を念頭においた国内外技術開発ロー

ドマップや新規技術の適用性評価及び技術導入シナリ

オの策定を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・モデル分析を通じた各種シナリオの検証を行うととも

に、各技術の有効性評価、横断的技術の適用性評価に

基づいた提言の策定を行う。また、国際機関との関連

では、引き続き、国際エネルギー機関（IEA）、国際

標準化機構（ISO）、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）等を中心にした活動に参画しつつ連携強化

を図る。 

【平成24年度実績】 

・原子力発電減少と二酸化炭素削減のシナリオを想定し

たモデル分析により産総研が実施しているエネルギー

研究開発技術の有効性を分析した。2100年までのグロ

ーバルモデル分析による鉱産物資源量の評価、ゼロエ

ミッションシナリオにおける二酸化炭素回収貯留

（CCS）等の有効性評価、持続的発展指標の動的推

計を行ない、知見を提言にまとめるための検討を行っ

た。IPCC 第5次評価報告書のドラフトレビューやエ

ネルギーマネージメントシステムに関する国際規格の

策定に貢献するとともに、国際 CCS 研究所の活動に

参加した。 

 

6-(2) 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

【第3期中期計画】 

 二酸化炭素の削減や環境負荷低減のための様々な方策

を評価する手法の開発を行う。具体的には、実態調査等

に基づく、温室効果ガス排出原単位のデータ作成や消費

者の行動等を解析し、削減率の定量化を行う。また、最

適な社会と産業システムの設計を目指して、これら方策

の削減ポテンシャルを明らかにし、持続可能な社会の構

築に資する技術開発、技術のシステム化、市場システム

の分析と評価を行う。 
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6-(2)-① サステナブルシステム及び技術評価 

【第3期中期計画】 

・最適な社会と産業システムの設計を目指し、持続可能

な社会に向けた各種の取組に対し、資源性、経済性、

社会受容性等の観点から技術評価を行い、これらの環

境負荷削減量を定量化する。 

 

【平成24年度計画】 

・電気自動車、太陽電池など環境負荷削減技術を組み合

わせて住宅に導入する場合について、使用されている

資源、素材を含む環境負荷の分析を行う。さらにバイ

オ燃料について、土地利用に加え、栽培、燃料変換プ

ロセス、廃棄物処理を考慮した環境影響評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・電気自動車、太陽電池を導入した住宅システムの資源、

素材の製造から廃棄までを含む環境負荷として CO2

排出量を算出した結果、住宅の製造と居住時、および

電気自動車製造時の排出量を把握することが重要であ

ることが分かった。また、裸地や草地に植えた木質系

あるいは草本系材料からバイオエタノールを製造する

プロセスで、土地利用、栽培、燃料転換、廃棄物処理

まで考慮したトータルの温室効果ガス排出量は、国内

最新製造技術を適用した場合、同等発熱量のガソリン

の温室効果ガス排出量の半分以下になることを確認し

た。 

 

6-(2)-② 持続性指標の活用による低炭素社会システム

の評価 

【第3期中期計画】 

・CO2見える化等の指標を、消費者や企業の低炭素行動

に結びつけるための手法を開発する。具体的には、カ

ーボンフットプリント等の施策に関して、原単位デー

タを作成するとともに、消費者の受容性や低炭素行動

等を解析し、その二酸化炭素削減ポテンシャルを定量

化する。 

 

【平成24年度計画】 

・インベントリデータベースの保守、拡充を行うととも

に、昨年度までに作成したデータベースの不確実性を

評価するため、データ品質評価手法の開発を行う。ア

ジアを中心としたデータ協調へ向け、各国と協力体制

を構築し、相互利用の検討を継続する。さらに、スコ

ープ3などへの原単位の供給、二酸化炭素削減効果の

定量方法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・サプライチェーン分析結果を基にインベントリデータ

ベースの欠損データの拡充、保守を実施した。また、

データの不確実性を評価するため、原単位の分散を基

にした品質評価手法を開発し、各データに品質情報を

付与した。加えて、タイ、韓国と協力体制を構築し、

特にタイとは、産業連関表を用いたタイ原単位データ

の作成を協働で行い、データの相互利用を可能にした。

また、サービス部門のカーボンフットプリント算定方

法を提案し、削減効果の定量化手法を開発した。公開

しているデータベースがスコープ3の推奨原単位デー

タに採用された。 

 

6-(3) 先端科学技術のイノベーションを支える安全性

評価手法 

【第3期中期計画】 

 今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指して、ナノ材料のリスク評価及び

管理手法の開発を行う。具体的には、新規技術の研究開

発から製品化に至るプロセスに安全性評価を統合するた

めの方策の開発を行う。適用事例として、カーボンナノ

チューブ等の工業ナノ材料について、有害性評価手法や

ばく露の計測及び予測評価手法の開発を行う。また、物

理化学的特性やリスク評価結果を総合し、研究段階に応

じたリスク管理指針を確立する。 

  

6-(3)-① 先端科学技術のイノベーションを支える安全

性評価手法 

【第3期中期計画】 

・今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全

管理体系の構築を目指して、ナノ材料のリスク評価及

び管理手法の開発を行う。具体的には、新規技術の研

究開発から製品化に至るプロセスに安全性評価を統合

するための方策の開発を行う。適用事例として、カー

ボンナノチューブ等の工業ナノ材料について、有害性

評価手法やばく露の計測及び予測評価手法の開発を行

う。また、物理化学的特性やリスク評価結果を総合し、

研究段階に応じたリスク管理指針を確立する。 

 

【平成24年度計画】 

・効率的な有害性評価の枠組み構築として、二酸化チタ

ンナノ材料の動物試験の結果から試行的な数理モデル

を構築する。また、技術研究組合 単層 CNT 融合新

材料研究開発機構の事業として、事業者の自主安全管

理技術について、物理的特性が異なるカーボンナノチ

ューブの細胞影響の違いから、鍵となるエンドポイン

トを抽出する。作業環境での簡便な計測の手順書（暫

定）を作成するとともに、加工品のライフサイクルで

のばく露評価データを追加する。NanoSafety ウェブ

サイトでの法規制動向の情報発信を継続する。 

【平成24年度実績】 

・二酸化チタンの気管内投与試験や静脈注射試験の結果

を解析し、試行的な体内動態数理モデルを構築した。

また、技術研究組合 単層 CNT 融合新材料研究開発

機構の事業として、細胞内酸化ストレスがカーボンナ

ノチューブの鍵となる有害性エンドポイントの一つで
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あることを示した。作業環境での測定について、詳細

方法と簡易方法との比較結果等に基づき、計測手順書

を作成した。ライフサイクルを想定し、切削時と摩耗

時に飛散する粒子を計測した。NanoSafety ウェブサ

イトでは、重要な法規制動向について8件の記事を発

信した。 

 

【平成24年度計画】 

・ラット臓器中のカーボンナノチューブ（シングルウォ

ール）の分析法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・酵素-酸分解/赤外吸収法によるラット臓器中のカーボ

ンナノチューブ（シングルウォール）の定量法を確立

し、本研究の目的を達成した。また、この分析法を活

用し、ラットの肺残留量の経時変化を測定した。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノ材料研究開発におけるリスク管理を目指し、収集

した文献を整理・分析して総説等をまとめるとともに、

管理手法に関する検討を行う。カーボンナノチューブ

等のナノ材料のリスク評価に必要な試料調製の手法の

改良と最適化に取り組む。 

【平成24年度実績】 

・ナノ材料リスク管理のための文献調査を、体内動態の

観点からナノ医薬まで範囲を広げて行うとともに、繊

維状ナノ材料に関する総説をまとめた。カーボンナノ

チューブのリスク評価のため、ビーズカラムを用いた

長さ分離の手法を開発した。 

 

6-(4) 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技

術 

【第3期中期計画】 

 産業活動における安全性を向上させるために、産業事

故の原因究明に関する研究を行う。さらに、過去に起き

た事故の情報収集とデータベース化を行うとともに、事

故を未然に防ぐための安全文化（ヒューマンファクター

や組織要因等）を醸成するための手法の開発を行う。具

体的には、火薬類のフィジカルリスク低減や新型火薬庫

に関する安全性評価の研究を行うとともに、爆発反応や

衝撃波を衝撃圧縮に応用する研究を行う。また、実際の

化学プラント等の事業所への適用を目指して、化学プラ

ント等の産業事故データベースの作成と事故の分析を通

して、事業所の持つ保安基盤技術とそれを支える安全文

化からなる保安力の評価手法の開発を行う。 

  

6-(4)-① 産業保安のための安全性評価技術、安全管理

技術 

【第3期中期計画】 

・産業活動における安全性を向上させるために、産業事

故の原因究明に関する研究を行う。さらに、過去に起

きた事故の情報収集とデータベース化を行うとともに、

事故を未然に防ぐための安全文化（ヒューマンファク

ターや組織要因等）を醸成するための手法の開発を行

う。具体的には、火薬類のフィジカルリスク低減や新

型火薬庫に関する安全性評価の研究を行うとともに、

爆発反応や衝撃波を衝撃圧縮に応用する研究を行う。

また、実際の化学プラント等の事業所への適用を目指

して、化学プラント等の産業事故データベースの作成

と事故の分析を通して、事業所の持つ保安基盤技術と

それを支える安全文化からなる保安力の評価手法の開

発を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・爆発現象とその影響現象を解明するために、火薬庫土

堤等に関する爆発実験を実施し、爆発影響評価技術へ

反映させる。加えて、水素等の可燃性ガスと支燃性ガ

ス、新規微燃性冷媒などの高圧ガスの燃焼爆発影響評

価研究を実施し、気相から凝縮相まで適用できる爆発

リスク評価技術を開発する。産業保安研究では、事故

情報のデータベース化を継続し、その活用のための事

故分析手法 PFA（Progress Flow Analysis）の普及に

努める。保安力評価結果を分析し、事故につながる保

安力の弱点を明らかにする手法を提案する。 

【平成24年度実績】 

・爆発現象とその影響現象の解明では、火薬庫土堤の位

置や高さ、垂直土堤や補強土堤の効果を室内外爆発実

験で明らかにした。また、水素の漏えい拡散挙動、着

火挙動、爆風の壁面による効果や、支燃性ガス及び新

規微燃性冷媒の燃焼特性を室内外実験と数値シミュレ

ーションにより評価し、爆発リスクの事故シナリオ評

価の基礎データを取得した。事故情報のデータベース

化を継続して実施し、事故分析手法 PFA のセミナー

を開催して普及に努めた。保安力の弱点を客観的に評

価するために保安力評価項目を見直し、5段階評価の

視点を作成した。 

 

6-(5) 化学物質の最適管理手法の確立 

【第3期中期計画】 

 ある化学物質によるリスクを下げることにより、別の

化学物質によるリスクが増加する（リスクトレードオ

フ）事例に対応するため、化学物質の有害性、ばく露、

対策の効果等を事前に予測するための技術の開発を行う。

具体的には、化学物質の最適管理のための意思決定に資

するため、多数のリスク因子を同時に考慮することを可

能とするリスクトレードオフ評価手法を確立する。また、

化学物質の発火及び爆発危険性評価技術の開発を行い、

基準の作成等を行う。 

  

6-(5)-① リスクトレードオフを考慮した評価及び管理

手法の開発 
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【第3期中期計画】 

・社会全体のリスクを適切に管理することを目的として、

排出量推計、環境動態及びばく露モデリング、有害性

推論、リスク比較等の要素技術を開発し、リスクトレ

ードオフ評価及び管理手法を開発する。また、具体的

な用途群へ適用する。 

 

【平成24年度計画】 

・室内ばく露評価ツールのシックハウス症候群への対応

のため、濃度計算の非定常モデル導入を行うとともに、

大気、水域、海域の各モデルの統合化を開始する。ま

た、有害性推論手法の実用化に向けて、提案手法の適

用範囲の明確化と評価対象物質群の拡充を図る。さら

に、地震や津波災害による被害のリスク評価手法を確

立するために、東海、東南海地震を想定して、建物被

害による死傷リスク、産業被害の連鎖を考慮した経済

被害リスク、プラント事故に伴う化学物質漏洩による

ヒト健康への急性リスクの初期的な計算を行う。 

【平成24年度実績】 

・室内での短時間のばく露を評価できるモデルを開発し、

短時間で高濃度になるケースを評価した。大気と河川

モデルで計算結果を受け渡すプログラムを開発した。

長期毒性試験データに基づくヒト健康影響推定モデル

および生物利用可能量を考慮した金属の生態影響推定

モデルを作成し、そのガイダンスを公表した。東海地

域をケーススタディに地震の発生確率と震度データに

もとづく建物全壊リスクと死亡リスクを推定するとと

もに、揮発性物質のプラント漏洩によるヒト健康への

急性影響を考慮した避難範囲を大気拡散モデルで推定

した。 

 

6-(5)-② 爆発性化学物質の安全管理技術の開発 

【第3期中期計画】 

・化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性評

価技術の開発、安全な取り扱い技術の基準作成等を行

う。 

 

【平成24年度計画】 

・化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性評

価技術の開発、安全な取り扱い技術の基準作成を、爆

発現象の基礎的知見に基づき高度化させる。テトラヒ

ドロフラン過酸化物の危険性については、蒸留時に使

われる金属ナトリウムの爆発危険性を検討する。共同

研究として新規貴金属化合物の爆発危険性の評価を行

う。発熱分解エネルギーの測定法の JIS 化を完成さ

せるとともに、国連勧告試験の改正案を提案する。 

【平成24年度実績】 

・テトラヒドロフランの反応暴走危険については微量に

生成する過酸化物が溶質を重合させる危険性を見いだ

した。民間との共同研究では、爆発危険性が高いが濃

度の連続モニタリング法がなかったアジ化水素につい

てプラントレベルで検出できるようなセンサを開発し

た。ナノ銀の原料であり、爆発性が懸念される無機銀

化合物について危険性を評価し、安全に取り扱うため

の方法を開発した。発熱分解エネルギーの測定法の標

準化については JISを制定した。また、国連の専門家

委員会において国連勧告試験の改正案が採択された。 

 

6-(6) 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

【第3期中期計画】 

 産業活動に伴って発生する環境負荷物質のスクリーニ

ング技術及び計測技術の開発を行う。また、環境修復技

術に必要な物質循環過程を解明し、総合的な環境影響評

価技術の開発を行う。具体的には、製品及び産業プロセ

スにおける有害物質の計測手法や環境修復技術に必要な

環境微生物の迅速検出法等の開発を行う。産業活動によ

って直接又は間接的に発生する温室効果ガス等が、生物

多様性や生態系内貯留等の環境へ与える影響を評価する

技術の開発を行う。 

  

6-(6)-① 環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の開

発 

【第3期中期計画】 

・化学物質や重金属の国際規制に対応するため、製品及

び産業プロセスにおける有害物質の迅速検出法を開発

し、標準化を行う。また、生物応答に基づく有害性の

スクリーニング技術を開発する。さらに、環境修復技

術に必要な、分析効率（スピード、コスト、労力）を

現状比5倍以上に向上させた環境微生物の迅速検出法

を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・水中の全有機炭素連続分析に関して、有害試薬を使用

しない分析法を開発する。石炭中微量元素分析法の

JIS 化に向けて、適用範囲の拡大のためにホウ素の分

析条件を明らかにする。鉄鋼スラグと浚渫土との混合

土壌を利用した環境修復技術を評価するため、土壌か

ら溶出する3種類以上の金属元素の溶出挙動を明らか

にする。残留性有機フッ素化合物群について、外洋深

層海水から極域の大気試料にまで適用できる高感度分

析技術と新たな外洋大気捕集装置を開発し、国際合同

調査航海で検証する。 

【平成24年度実績】 

・水に紫外線を照射して生成させた OH ラジカルを用

いる分解法を開発し、外部から有害試薬を加える必要

のない全有機炭素分析法を開発した。フッ酸を使用す

る従来法ではホウ素が揮散するが、その恐れがないマ

イクロ波抽出法の最適分析条件を確定した。鉄鋼スラ

グおよび浚渫土混合土壌環境における鉄や亜鉛など4

種類の金属元素の溶出挙動を明らかにした。大気捕集
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装置を開発し、国際合同調査航海で実大気に適用した。

また、高感度分析技術と組合わせることにより、外洋

大気中の残留性有機フッ素化合物群の捕集が可能なこ

とを実証した。 

 

【平成24年度計画】 

・水銀測定では、地下水のみならず、個人暴露量など測

定対象範囲を広げ、水銀の環境測定全般に対応できる

技術を明らかにする。VOC ガス測定では、スチレン

系でアミノ基やカルボキシル基を持つ重合膜や多孔性

材料による VOC ガスの吸脱着特性を調べ、化学構造

によるガス種の検出、脱離速度、吸脱着による繰り返

し性を明らかにする。免疫センサは、少量の試料で迅

速な測定を実現するため、フローセルの内容積が従来

比で1/10～1/100までのフローセル試作し、センサー

の検出速度や感度に及ぼす影響を調べ、最適条件を明

らかにする。 

【平成24年度実績】 

・水銀測定では、装置を小型化し個人曝露測定にも利用

可能なバッチ測定システムを開発した。VOC ガス測

定では、スチレン系の重合膜や有機/無機ハイブリッ

ド型多孔性材料による VOC ガスの吸脱着特性と化学

構造によるガス種の検出、脱離速度等を明らかにし、

無機材料特性を活かし80℃でも繰り返し精度が向上す

ることを見出した。免疫センサは、フローセルの内容

積が従来比1/100の PDMS 製フローセルを試作した。

感度は従来法と同一であるが、溶液の流量、検出速度

ともに従来比で1/10となることを明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・遺伝子センサデバイスを高集積化し、複数の遺伝子サ

ンプルを同時に計測可能な384ch マルチセンサデバイ

スを開発する。そのため、微量試料の高集積塗布を可

能とする金属キャピラリーに基づくアレイスポッタを

試作する。超高輝度生物発光酵素を用いて化学物質の

細胞毒性を評価する新規生物発光可視化プローブを開

発する。ストレスホルモン可視化プローブを ES 細胞

由来の心筋細胞に導入し、化学物質の心臓組織への影

響を定量化する手法を開発する。ヒト唾液中ストレス

レベルを簡便に診断する簡易診断キットを試作する。 

【平成24年度実績】 

・基板上に384ch マルチセンサデバイスを集積化した。

併せて金属キャピラリーを用いるアレイスポッタを試

作し、微量試料を高集積化デバイス上に塗布可能とし

た。これらの技術により、多数の遺伝子配列の同時計

測を可能とした。超高輝度生物発光酵素を組入れた可

視化プローブを開発し、従来より約50倍高輝度な酵素

を樹立した。また、ストレスホルモン応答プローブを

ES 細胞に導入し、化学物質への応答性能を有する心

筋細胞を構築した。ストレスホルモンプローブを導入

した細胞により、唾液中ストレスホルモンの計測に成

功した。 

 

【平成24年度計画】 

・これまで開発を進めてきた微生物分離同定技術を環境

中の微生物解析に適用するために、生物と非生物を簡

便に分離濃縮するデバイスのプロトタイプを開発する。

また、環境微生物の MALDI-MS を利用した迅速識別

法については、適用範囲を真菌に拡張し、そのための

迅速な試料前処理法を開発する。また、より汎用性の

高い識別システムに発展させるために、標準株につい

てゲノム情報を取得し識別システムで利用できる機能

を付与する。 

【平成24年度実績】 

・電気泳動の差を利用して水中の生物細胞と非生物を簡

便に分離濃縮するマイクロデバイスを試作した。環境

微生物の MALDI-MS を利用した迅速識別法では、ア

スペルギルス属真菌をモデル試料として適用範囲を真

菌に拡張し、ビーズ破砕法による迅速前処理法の条件

を明らかにした。また、乳酸菌や植物病原菌などの標

準株のゲノム情報から識別用データベースを作成し、

標準株データとの比較を基に類縁の微生物を正確に識

別できる汎用性の高い識別システムに発展させた。 

 

6-(6)-② 産業活動の環境影響評価 

【第3期中期計画】 

・地域、地球環境に対する産業活動の影響を適確に評価

するため、温室効果ガス、エアロゾル、有害化学物質、

生物多様性及び微生物活動の測定並びに吸収及び発生

源推定の誤差を現状の50%以下とする技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・温室効果気体複数成同時測定の高精度化のために、装

置の改良を行い、観測現場における自動連続測定に適

した観測システムの構築を進める。また、2006年から

2009年を通して逆問題を解く。さらに、エアロゾル中

の重金属類に対して、九州北部地域での域外からの寄

与の推定を行う。残留性有機フッ素化合物群の長距離

移動性、寿命や変換過程等に関する環境分析データ及

び物性データ等を蓄積する。 

【平成24年度実績】 

・温室効果気体複数成分同時測定について試運転を開始

した。分析計の出力の安定化のために測定ガスの流路

の設定等の改良を行った。逆問題に関しては、全球の

64の領域毎の二酸化炭素放出吸収強度を2006年から

2009年を通して一週間単位で推定した。九州北部地域

でのエアロゾル中の重金属類については、PM2.5中

の Pb と Zn の組成比を用いて域外の発生源寄与を推

定した。残留性有機フッ素化合物群については、4回

の国際合同調査航海等により、海水、環境水を約400
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試料集め、環境濃度分析データ及び物性データを蓄積

した。 

 

6-(6)-③ 二酸化炭素貯留技術の環境影響評価（一部、

別表2-2-(1)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・二酸化炭素の海底下地層貯留技術や海洋中深層隔離に

必要な環境影響評価のため、二酸化炭素の漏洩や注入

を想定した室内実験等により、微生物活性や炭素等の

親生物元素の挙動等、物質循環の駆動にかかわる過程

へ与える影響について評価手法を開発する。 

早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、

二酸化炭素の安全かつ長期間にわたる貯留を保証する

ための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯留に

ついては、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的

なモニタリング技術の開発、二酸化炭素の長期挙動予

測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援す

る技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安

定性を評価する技術を開発する。 

圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の

高いモニタリング技術や、我が国での実用化に当たっ

て考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリ

ング技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯

留されるメカニズムの定量的解析や、各地における貯

留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、

安全性評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に

対応した地中貯留の基礎研究を実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・英国との二酸化炭素漏洩実証実験に参加し、二酸化炭

素の漏洩が海域のリン循環と生物的炭素固定能に及ぼ

す影響について評価を進める。前年度、震災の影響で

遅滞した微生物活性測定に関する放射性同位元素を用

いない代替法の開発に関して、東京大学大気海洋研究

所共同利用制度を活用し、速やかに開発を進める。微

生物の高圧培養装置と組み合わせ、二酸化炭素の海洋

中深層隔離を想定した室内実験を行い、微生物活性や

炭素等の親生物元素の挙動等、物質循環の駆動にかか

わる過程へ与える影響について評価手法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・英国での二酸化炭素漏洩実証実験（QICS）に参加し、

試料の分析を行ったところ、堆積物のリン含量や生物

の炭素固定能に漏洩による顕著な変化は認められなか

った。QICS 国際ワークショップを開催し、研究者間

の情報共有とステークホルダーへのアウトリーチ活動

を実施した。東京大学大気海洋研究所との共同研究を

行い、放射性同位元素を用いない微生物の呼吸活性お

よび細胞損傷の有無を評価する手法を高圧実験等へ適

用することを試み、これに成功した。また海洋微生物

の高圧培養装置について分離同定株を用いて評価試験

を行う方法を確立した。 

 

【平成24年度計画】 

・二酸化炭素地中貯留の安全性評価に関する要素研究を

行う。 

1) 米国の実験地にて継続して観測点の検討やベースラ

イン測定ならびに変動レベルの解析や予測、地質構造

モデル構築などを行い、自然地震や重力などを用いた

低コストなモニタリング技術を開発する。また、弾性

波の既存データへの適用を検証し、物理探査モニタリ

ング支援の為の探査データを活用した物理量変換プロ

グラムを開発する。 

2) 研究実施地域の精密地質モデル作成、断層部分の亀

裂浸透性評価と浸透性の初期モデルの構築を行うこと

で、変形を取り扱えるシミュレーションに断層等の地

質要素を加味し遮蔽性能評価技術開発へつなげる。ま

た、砂泥互層中のポアサイズなどがシール圧に及ぼす

効果の検証、実フィールドのシール圧データとの比較、

シミュレーションによる感度解析、鉱物の沈殿速度測

定システムの構築などを行い、砂泥互層が二酸化炭素

地中貯留に与える影響の評価技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・米国サイトにて重力、自然電位などの弾性波探査補完

モニタリング技術の CO2圧入前測定を行った。物理

量変換プログラムを用いて CO2圧入による変動予測

レベルの評価を行うとともにプログラムに物理探査デ

ータ解析機能を付加した。また、圧入による地層変形

モデル化のため、地表面変形等観測データと整合する

CO2自然湧出地点の地下モデルを作成するとともに、

圧入対象軟岩のひずみと浸透率の関係等を室内実験で

求めた。砂泥互層の遮蔽性能評価のため、人工および

天然岩石試料のシール圧データを蓄積し粒径分布の影

響等を評価した。 

 

6-(6)-④ 生態系による二酸化炭素固定能評価 

【第3期中期計画】 

・環境影響を最小限に抑えた、生態系内炭素貯留を可能

とする、森林や海域内生態系の炭素固定メカニズムの

解明とその強化方法、モニタリング及び環境影響評価

技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・森林炭素固定能評価のための環境情報システムについ

て、データの受信と集積および処理側サブシステムの

構築をさらに進める。現地サブシステムと合わせ、地

上観測コミュニティにおける標準的模範事例にするた

めの改良を進める。衛星データと地上観測との統合ア

プリケーションの試作物を情報技術研究部門と協力し

て完成する。酸素濃度連続測定装置を高山森林サイト

に設置し観測を開始する。同位体連続測定装置の試作
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器を完成し改良を進める。高山サイトのデータを解析

し、炭素固定の長期変動メカニズムについて考察する。 

【平成24年度実績】 

・環境情報システムについて、データを受信し集積する

サブシステムを完成し、観測状況の自動監視と異常時

警報処理を実装した。情報技術研究部門と協力して衛

星データと地上観測との統合アプリケーションを接続

し運用を開始した。酸素濃度連続測定装置を高山森林

サイトに設置し観測を開始した。同位体連続測定装置

について、従来の光源では長期高精度測定が困難であ

ることが分かったため、耐久性に優れたレーザ光源を

導入した。高山サイトで得られたデータの解析を進め、

二酸化炭素フラックスと濃度の長期的変動傾向の特徴

を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・二酸化炭素濃度測定用の非分散型赤外分析モジュール

について、安定性向上のため温度制御装置を付加し性

能を評価する。これらを組み込んだ試作器を用いて、

実海域における試験測定を行い、精度、長期安定性等

の性能を評価すると共に、改善点を抽出する。 

【平成24年度実績】 

・試作した小型かつ省電力海洋二酸化炭素測定用の非分

散型赤外分析モジュールに温度制御装置を付加し、性

能評価を行った。非分散型赤外分析モジュールの温度

制御により、測定精度は最高で1ppm 以下に改善され

た。一方で、モジュールの温度特性は大きく、1℃に

つき最大で1ppm の誤差が生じる可能性が示唆された。

このため、海洋ブイなどに搭載して長期観測を行う場

合には、温度制御を行うか、随時、標準ガスによる校

正を行う必要があることが明らかになった。 
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Ⅱ．ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開

発の推進 

【第3期中期計画】 

 ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や

事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康で安

全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予

防し、早期診断を可能とするため、生体分子の機能分析、

解析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療技術を実現

するため、効率的な創薬技術の開発、先進的な医療支援

技術の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康

な生き方を実現するために必要な計測、評価技術等の開

発を行う。また、社会生活の安全を確保するための情報

通信技術（IT、センサ）や生活支援ロボットの安全を

確立するための技術開発を行う。 

  

１．先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

【第3期中期計画】 

 国民の健康のために、疾病の予防や早期診断、早期治

療、個の医療の充実が求められている。これらの課題を

解決するため、細胞操作及び生体材料技術を応用した再

生医療技術や先端医療支援技術、医療機器技術等の開発

を行う。また、有用な新規バイオマーカーを利用して疾

病の予防や早期診断を行うため生体分子の機能分析及び

解析技術等の開発を行う。さらに、情報処理と生物解析

の連携、融合により、安全性を保ちつつ開発コスト低減

に資する高効率創薬技術の開発を行う。 

  

1-(1) 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用によ

る医療支援技術 

【第3期中期計画】 

 組織や臓器等の機能を根本的に回復する医療技術であ

る再生医療に資する細胞操作技術、人工臓器等に用いる

材料技術や、治療の安全や効果の向上に資する医療機器

にかかわる技術の開発を行う。また、これらの先端医療

支援技術等の実用化に向けた基盤整備を行う。特に、安

定かつ性質が揃った細胞の供給に資する iPS 細胞の作

製効率を従来の約10倍（現状1%以下を10%程度）に向

上させる技術の開発を行う。 

  

1-(1)-① 幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤

技術及び標準化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・骨、軟骨、心血管、膵臓等を生体組織レベルで再生す

る技術や神経ネットワークの再構成を促進する技術等

を開発する。iPS 細胞の作製効率の10倍程度の向上や

新規な因子の探索、作製した細胞の評価技術の開発等

により、創薬における医薬品の毒性評価や再生医療に

必要な分化細胞や組織等を供給するための基盤技術や

標準化技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、各種幹細胞の糖鎖プロファイ

リングを実施して幹細胞の性質を評価する技術を開発

するとともに、未分化細胞特異的に反応するレクチ

ン・プローブの実用化と、本レクチンを用いた各種キ

ットの製品化を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度に発見した糖タンパク質鎖未分化マーカー

を高感度・高精度に検出するための実用化共同研究を

推進し、未分化マーカー検出プローブ（AiLec-S1）
に関連する特許の強化並びに、検出キットの構築に目

途を付けた。さらに、本マーカーが H-type3という糖

鎖構造をもつ O-グリカンであることを突き止めた論

文を発表した。また、実用化が期待される間葉系幹細

胞の解析を各種機関との連携のもとに開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・再生医療支援技術の開発として、 

1) 他家 MSC 移植の臨床研究において、ドナーへの負

担を無くすため、凍結保存細胞の移植を目指し、同細

胞の安全性を検討する。 

2) 臨床研究の有効性を検証するため、疾患モデル動物

を用いた治療実験において細胞移植の効果を検討する。 

3) 再生医療製品製造用除染接続装置の装置プロトタイ

プの安全性の評価も行い、最終製品の仕様を定めると

ともに、国際標準化活動を継続する。 

【平成24年度実績】 

1) 解凍後の細胞生存率と増殖率において実験用凍結保

護剤との差異が無かったことから、既存臨床用凍結保

護剤を用いた凍結 MSC の移植実現へ前進した。  

2) 疾患モデルの ALP ホモマウス維持が困難なことか

ら、血清 ALP 値が野生型の半分であるヘテロマウス

への細胞移植を行うとともに、レンチウイルスベクタ

ーで赤色蛍光タンパク質遺伝子を導入し、移植 MSC
の検出を容易にした。 

3) 接続装置の試作機の評価を終え、その規格について

ヒューマンライフテクノロジー研究部門と連携して

ISO TC198/WG9へ提案した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度同定した心筋再生におけるサイトカインシ

グナルの役割についてより詳細な解析を行うと共に、

その他の増殖因子等心筋再生を促進する薬剤の探索を

行う。また、心筋再生促進に伴い心臓再生自体に及ぼ

す影響の評価を通じ、心臓組織の再生を加速する可能

性について検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・心筋再生を促進する薬剤として、ケモカイン

CXCL12a と FGF を検討した。CXCL12a とその受容

体 CXCR4がゼブラフィッシュの再生心筋の創傷領域
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への移動に必要なことを明らかにした。ケモカインシ

グナルの阻害は心筋細胞の再生自体や、再生過程の心

外膜ならびに血管の形成に影響を及ぼさないことから、

ケモカインシグナルに制御された再生心筋の移動が心

筋再生過程において必要不可欠であることを初めて明

らかにした。また、FGF は再生心筋細胞増殖を促進

するが損傷心臓再生の加速には繋がらない可能性を見

出した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、光ピンセットを用いた神経細

胞の細胞表面受容体等の分子集合操作について蛍光解

析を中心に検討を行い、光照射に伴う細胞内分子集合

機構を明らかにする。また、集光フェムト秒レーザー

を用いた単一神経細胞の刺激技術や神経回路網の再生

評価技術の検証を行い、細胞レベルでの光治療技術へ

の応用を目指す。 

【平成24年度実績】 

・光治療技術への応用のため、神経細胞の局所操作技術

の開発を行った。光ピンセットによる細胞内分子集合

操作の蛍光解析を行い、レーザー集光領域に量子ドッ

トで標識した細胞接着分子が複数個捕捉され、レーザ

ー光強度の増大に伴い分子集合体の運動が束縛される

機構を明らかにした。また、レーザー顕微鏡に細胞外

電位計測システムを組み込み、集光フェムト秒レーザ

ーにより単一神経細胞の刺激が可能であることを実証

した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に見いだしたうつ病モデルマウスの内部表

現型が表出するメカニズムの解明を目指す。抗うつ作

用を有する遺伝子の発現低下を回復させる分子メカニ

ズムを解明し、抗うつ新薬の開発に寄与するとともに、

電気生理学的手法を用いたシナプスパソロジーの研究

も行う。 

【平成24年度実績】 

・抗うつ作用遺伝子の発現低下回復メカニズムに関して、

セロトニン・ノルアドレナリン再取り込み阻害薬であ

るデュロキセチンが、proBDNF シグナリング強化を

伴ううつ病に効果がないことを、モデルマウスを用い

て明らかにした。細胞病態は、ポストシナプス構造の

退縮、シナプス伝達低下であること、をシナプスパソ

ロジーによって明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・神経ネットワークの形成をより高度なものにするため

に、神経分化誘導物質探索等を行うことで神経分化誘

導研究をさらに推進する。平成23年度までに解析を進

めた4種類の神経分化誘導技術の新法についてさらに

詳細な解析を行うために、神経細胞の種類や神経分化

速度がより均一になるように神経分化誘導させる。 

【平成24年度実績】 

・高度な神経ネットワークの構築のため神経分化誘導物

質探索を行い、小分子化合物・タンパク質等4種類の

物質に神経分化誘導効果があることがわかった。この

神経分化誘導技術の新法について最適培地の検討等実

験手法を改良して神経分化速度の均一化を行う事等に

よりさらに詳細な解析を行った。その結果新法により

神経分化誘導を行うとコントロールに比較して成熟神

経細胞マーカー遺伝子の発現量が3～10倍程度に増加

することが明らかとなった。以上の成果によって中期

計画に掲げた目標を達成したため、今年度で終了とす

る。 

 

【平成24年度計画】 

1) 京大 iPS センターに天然物ライブラリーを提供し 

iPS 細胞由来疾患モデル細胞の薬剤スクリーニングを

行う。さらに平成23年度に引きつづき腎臓細胞への分

化誘導物質のスクリーニングを継続するが、その他の

細胞への分化誘導スクリーニングも開始する。また上

記スクリーニングを効率的に進めるため、天然物ライ

ブラリーを拡充する。 

2) 山中4因子に対する付加因子を探索し、iPS 細胞誘

導技術の高度化を行う。また、iPS 細胞誘導過程の各

因子の量的動態を解析し、誘導機構の解明を行う。 

【平成24年度実績】 

1) 次世代天然物化学技術研究組合所有のライブラリー

を京都大学 iPS 細胞研究所に供給し、分化誘導化合

物のスクリーニングを行った結果、6個のヒット化合

物を得ることに成功した。 

2) エピゾーマルベクター系を用い山中因子に対する

iPS 細胞誘導促進因子を探索し、2つの新規因子を発

見した。また、エピゾーマルベクター系を用いた安全、

効率的な iPS 細胞作製法を確立し、STEM CELLS
誌に発表した。Glis1や c-Myc のユビキチン化と細胞

内蓄積量の調節機能を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

1) 細胞ニッチスクリーニングチップにより、ヒト iPS
細胞の最適な未分化維持条件を探索する。 

2) ヒト幹細胞の標準化基盤技術に繋がる幹細胞マーカ

ー開発を行い、企業へ技術移転する。自動培養装置の

汎用性を高め、性質の違うヒト幹細胞でも自動培養が

可能な装置の作り込みを行う。 

3) 6遺伝子搭載型 SeVdp ベクターを活用して、複数の

因子を追加してヒト末梢血細胞由来 iPS 細胞の作製

効率の向上・多分化能の向上を図る。8遺伝子搭載型

SeVdp ベクターを開発する。 

4) SeVdp-iPS ベクターに細胞分化に関わる転写因子

等を搭載して、ヒト正常組織細胞や iPS 細胞の遺伝
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子発現による形質転換を試みる。平成24年度は神経分

化用遺伝子を搭載したベクターを作製してその活性を

検討する。 

【平成24年度実績】 

1) ヒト iPS 細胞を未分化維持したまま培養するため

の培地の至適灌流速度を明らかにした。  

2) ヒト幹細胞の標準化に貢献する技術として、ヒト

ES/iPS 細胞の品質評価を可能とするプローブ

「AiLec-S1」の開発に成功した。本プローブを添加

した状態での連続培養にも成功し、自動培養装置にお

いて、ヒト ES/iPS 細胞の品質を担保しながら培養す

る技術も確立した。  

3) ヒト iPS 細胞の作製効率や多分化能の向上を可能

にする因子を4種類同定した。8遺伝子搭載型 SeVdp
ベクターの開発に成功した。  

4) SeVdp-iPS ベクターに神経分化用遺伝子4個を搭載

したベクターを作製してマウス胎児線維芽細胞から神

経マーカーを発現する細胞の作出に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 候補因子の詳細な機能解析を進め、新規心臓誘導技

術の開発及び論文投稿を行う。 

2) 表面マーカーを利用したガン化する未分化 iPS 細

胞を除去する技術について、動物実験で詳細なデータ

を取得する。また、分化制御化合物のスクリーニング

やロードマップ因子を利用して、幹細胞分化技術の構

築を推進する。 

3) 鼻腔から取り出した神経幹細胞を利用した糖尿病治

療の応用研究を霊長類細胞を利用して検討を開始する。 

【平成24年度実績】 

1) 新規 in vitro 心臓誘導系を開発し、心筋誘導に関与

する新規心臓形成関連遺伝子の解析を進めた。 

2) ヒト ES/iPS 細胞の FACS での分離除去を可能とす

るマーカー「AiLec-S1」の開発に成功し、分化細胞

内に混在した未分化細胞を除去する技術を確立した。

これを利用した高心筋分化能幹細胞選別・評価技術に

ついて論文投稿した。また、間葉系幹細胞と同様の能

力を持つ新規幹細胞集団を発見し論文発表した。さら

に、新規消化管前駆細胞表面マーカーを発見し、論文

発表した。  

3) カニクイサルの海馬および嗅球から10例以上の成体

神経幹細胞を樹立し、培養系について詳細な検討を行

った。 

 

【平成24年度計画】 

・オンデマンドで安価かつ簡便に目的の細胞を分離する

システムを構築するために、細胞操作・分離技術のさ

らなる高度化を行う。また、分離用細胞調製法の開発

として、ヒト由来間葉系幹細胞を含む共培養系の多細

胞同時識別法、iPS 細胞の標識法の確立、および、

種々の細胞への遺伝子導入法の更なる改良・高度化を

行う。 

【平成24年度実績】 

・細胞の精密操作制御や操作範囲の拡大など細胞操作・

分離技術の高度化を行った。また、種々の細胞への遺

伝子導入法として、リン酸カルシウムナノコンポジッ

ト層の形成過程に均一核形成反応を導入することで同

層のマイクロ形態を制御し、遺伝子導入効率を向上さ

せた。さらに、量子ドット導入法を用いて、ヒト由来

間葉系幹細胞と乳がん細胞の共培養系における同時識

別、ヒト樹立細胞株由来 iPS 細胞の量子ドットによ

る標識法を確立した。 

 

1-(1)-② 組織再生技術や生体材料技術を利用した喪失

機能の代替デバイス技術の開発 

【第3期中期計画】 

・人工心臓の補助循環ポンプにおいて現状の3倍である

90日の無血栓を達成する等、長期生体適合性を有する

人工臓器等による身体機能の代替技術及び材料技術を

開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・Ap-FGF 付加創外骨折固定ピンは臨床研究で得られた

データの解析を行う。加えて、シグナル（FGF）徐

放速度を予見するための in vitro 評価法を構築し、徐

放速度と臨床研究の結果との関係性を検討する。低侵

襲癌治療用の免疫賦活分子－アパタイト複合物は、引

き続き in vivo での候補材料の選定を行なうと共に、

癌再発防止効果の有意性を検討する。バイオライズド

ポンプ用の抗血栓性分子－アパタイト複合層は、血流

中での物理化学的安定性、細胞接着性及び抗血栓性の

向上を図る。 

【平成24年度実績】 

・徐放速度を予見可能な in vitro 評価法として、Ap-
FGF 付加創外骨折固定ピン上で直接線維芽細胞の反

応を評価する方法を構築し、動物実験結果と良い相関

を得た。この方法による評価結果が臨床研究結果と対

応するかどうかは現段階ではまだ不明である。低侵襲

癌治療用の免疫賦活分子－アパタイト複合物は、癌再

発防止効果のある候補材料を絞り込めた。抗血栓性分

子‐アパタイト複合層は、血流中での安定性と細胞接

着性の高いものが合成できた。 

 

【平成24年度計画】 

・高生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-4Ta 合金を用いたカスタ

ムメイド人工股関節製品を開発するため、力学的な性

能評価試験を行い、従来品と耐久性等の力学的性能を

比較する。また、人工股関節製品を製造するための型

鍛造プロセスに関して低コストな製造条件を開発し、

患者の骨格構造に最適なカスタムメイド人工股関節を
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製造するシステムを検討する。さらに、急増する高齢

者骨折に対応した人工股関節とするための骨頭形状の

最適設計を実施する。 

【平成24年度実績】 

・大腿骨骨格構造に最適なカスタムメイド人工股関節設

計システムを東海部品工業(株)と連携して開発し、急

増する高齢者骨折に対応した人工股関節とするための

最適形状設計を行った。設計したカスタムメイド人工

股関節用ステムを高生体適合性 Ti-15Zr-4Nb-4Ta 合

金を用いた型鍛造成型により作製し、30年使用に相当

する耐久性試験を実施した結果、平均体重の5倍程度

の優れた耐久性を示すことがわかった。これは、開発

した低コスト型鍛造成型技術により、製品のミクロ組

織が微細化し品質が向上したことによる。 

 

【平成24年度計画】 

・血液ポンプを構成する材料となりうる、アクリル、ポ

リカーボネート、チタン材料試験片表面にシグナル分

子、またはシグナル分子／血管内皮細胞を固定させ、

in vitro または in vivo での血液実験を実施して、抗

血栓性を評価する。さらに、バイオライズドポンプを

試作し、ポンプ内壁における細胞接着性を調べる。 

【平成24年度実績】 

・チタン材料試験片表面に、ラミニン／ヒト血管内皮細

胞を固定させ、生理食塩水による生理学的な血流試験

を実施して、細胞剥離評価を行った。その結果、アパ

タイトの存在下で、ラミニンの濃度が40マイクロ

g/mL の時に、ヒト血管内皮細胞が最も強固に接着す

ることがわかった。また、シグナル分子自体が抗血栓

性を有する可能性が示唆された。バイオライズドポン

プの試作研究については、構成材料の最適化を検討し

た。 

  

1-(1)-③ 医療機器開発に資する先端技術の開発と実用

化に向けた基盤整備 

【第3期中期計画】 

・短時間で計測可能な高速診断法、細胞や組織における

分子の機能を解析可能な画像診断法等、治療の安全と

効果の向上を目指した技術を開発するとともに、医療

機器の迅速な製品化に資する開発基盤を整備する。 

 

【平成24年度計画】 

・次世代の医療機器を早期に臨床導入するためには、円

滑な開発、迅速な薬事申請、市販後の安全維持などを

総括的に検討すべきで、産業の発展、国際競争力の強

化、国民の QOL の向上などに大きく寄与する。開発

ガイドラインはこれらへの寄与を目的とする。平成24

年度は、手術ロボット、運動機能回復訓練機器、プラ

ズマによる滅菌技術などに関して検討する。また、学

会発表や工業会への講習などを通して、策定した開発

ガイドラインの普及に務める。 

【平成24年度実績】 

・次世代の医療機器に対する効率的な開発および薬事申

請への活用を目的に、ヒト細胞自動培養装置、コンピ

ュータ診断支援装置用ソフトウェアの品質管理、再生

軟骨組織の性能評価技術、DNA チップ評価用基準物

質の仕様などに関する医療機器開発ガイドラインを策

定した。各開発ガイドラインでは製造管理、機器の有

効性や安全性に対する評価項目や試験方法などを規定

する。また、これまでに策定した開発ガイドライン

（総計20件）に関する相談への対応、内容紹介のため

の解説論文の執筆などを行った。 

 

【平成24年度計画】 

・開発した ASEM の診断支援機器としての適応範囲を

拡大するため、ウィルスを含む3種類以上の生理的に

も創薬にも重要なバイオマーカーに対する抗体での免

疫電顕法を可能とし、その生理機構について解明する。

また、ASEM による癌の術中迅速診断支援に適応で

きる組織を、神経系以外にも確立する。ASEM が観

察できる範囲を増やすために、半導体微細加工技術を

活用して窓の面積を大きくする。 

【平成24年度実績】 

・ASEM の診断支援機器としての適応範囲を拡大する

た め 、 生 理 的 に も 創 薬 に も 重 要 な 細 胞 骨 格

microtubule、actin、Ca センサーstim1、タンパク質

folding 酵素 PDI に対する、抗体での免疫電顕法に成

功し、それらの局在の変化を観察し国際誌に発表した。

また、ASEM によるタンパク質微小結晶の観察法も

報告した。ASEM が観察できる範囲を増やすために、

半導体微細加工技術を活用して窓の面積を8倍に大き

くした。 

 

【平成24年度計画】 

・灌流培養チャンバー内でヒト肝癌由来株化細胞から自

発形成させた球状微小組織体により、薬物クリアラン

スのアッセイが可能であることを実証する。また、ヒ

ト iPS 細胞を灌流培養チャンバー内で培養した場合

の優位性（未分化維持、効率的分化誘導）について、

明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・薬物クリアランスのアッセイについては、実験用の細

胞チップの設計、試作、動作検証を終え、ヒト初代幹

細胞とモデル薬物カクテルの組み合わせによる予備実

験を開始した。ヒト iPS 細胞については、チップを

用いた灌流培養条件下では、一般的なディッシュを用

いた静置培養に比べ、未分化維持が容易である事を確

認した。 
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1-(2) 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

【第3期中期計画】 

 疾病の予防や早期診断、早期治療の指標の確立等を目

的として、有用な新規バイオマーカーを同定し、それを

評価利用する技術の開発を行う。また、新薬開発コスト

低減に資する創薬プロセス高効率化のための基盤技術の

開発を行う。さらに、これらの技術に資する生体分子の

高感度検出技術、計測及び解析技術の開発と標準化を行

う。特に、感染症の拡大の防止等、医療に役立つ新規抗

体の生産に必要な期間を従来の1/3程度に短縮する技術

の開発を行う。 

  

1-(2)-① ナノテクノロジーと融合した生体分子の計測、

解析技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

・生体分子の計測、解析機器の高度化と標準化を目的と

して、バイオテクノロジーと情報技術及びナノテクノ

ロジーを融合し、バイオマーカー検出限界を従来技術

の10倍以上向上させる等、生体分子、細胞等を短時間

で簡便に分離解析できる手法や素子を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・臨床検査等での核酸計測の互換性向上と標準化、ヒト

由来核酸の測定プロセスの精度管理を目的に、必要な

核酸標準物質を複数種類整備する。また、平成23年度

に引き続き米国国立標準技術研究所（NIST）などと

協力し、次世代 DNA シークエンサなどを利用しその

配列や濃度を認証するために必要な検討および技術開

発を行う。 

【平成24年度実績】 

・臨床検査等での核酸計測の互換性向上と標準化、ヒト

由来核酸の測定プロセスの精度管理を目的に、複数の

スパイクイン核酸標準物質を作製、一部認証標準物質

としての評価を行った。また、平成23年度に引き続き

米国国立標準技術研究所（NIST）などと連携し、次

世代 DNA シークエンサを利用し塩基配列の純度を評

価、認証するために必要な技術開発を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に合成法が確立したアミド・チオール型糖

脂質を系統的に合成し、レクチン類との結合能を評価

し、化学構造と結合能の相関関係を明らかにする。ま

た電気化学活性基を認識部位近傍に有する新規アミ

ド・チオール型糖脂質を合成し、レクチン類との相互

作用を電気化学的手法により評価する。 

【平成24年度実績】 

・親水部（糖）と疎水部をアミドにより結合させた疎水

部末端チオール型糖脂質を4種類合成した。レクチン

類（ConA、ガレクチン）との結合能を評価した結果、

対応する O-グリコシド型脂質類と比較して末端の糖

が同じ場合、結合能に大きな差は見られなかった。ま

た電気化学的に活性なフェロセン基を有する新規アミ

ド型糖脂質を合成した。金基板上で糖鎖混合ナノ分子

膜を調製し、ガレクチン類との相互作用を SPR 法に

より評価した結果、基板電位を変化させると相互作用

を高感度に検出できることがわかった。 

 

【平成24年度計画】 

・タンパク質等生体分子の高感度検出のため、固定化あ

るいはタンパク質間の結合・解離反応により表面に吸

着・脱離する生体分子等を計測する手段として高感度

な振動子型重量センサを作製する。さらに、表面の生

体分子の固定化量、結合量、安定性等について、検討

を行う。 

【平成24年度実績】 

・タンパク質等生体関連物質高感度検出に向けてオシレ

ーターセンサーの開発を行い、チューニングフォーク

の取り付け方や表面修飾材料を用いたセンシング界面

構築法を検討することによって、バイオセンサーとし

て機能させることに成功した。さらには、バイオセン

サーセンシング界面構築材料に用いる補体レセプター

の分泌系大量発現、単離技術確立に向けて、動物細胞

を用いた細胞培養法の検討を行った。 

 

【平成24年度計画】 

1) ナノカーボン電極を内毒素の検出に応用し、内毒素

を捕捉する分子と電気化学活性なプローブ分子を組み

合わせた系で、10nM の検出限界をめざす。 

2) 表面をナノ加工したカーボン膜では、チトクローム

C や P450の酵素との直接電子移動の系に応用し、加

工前に比較し5倍以上の電子移動速度の向上を達成す

る。 

3) 高触媒活性が期待できる窒素をドープしたカーボン

電極を開発し、窒素濃度と電極活性の関係を調べて最

適濃度を把握する。 

【平成24年度実績】 

1) ナノカーボン電極を用いた内毒素検出において、内

毒素を捕捉する分子と電気化学活性プローブを組合わ

せ、0.16nM の検出限界を達成した。 

2) ナノ加工したカーボン材料としてカーボンナノファ

イバー修飾電極を見出し、ナノ構造を有さない膜に比

べて、チトクロム C、P450酵素共に、5倍以上の直接

電子移動を達成した。 

3) 窒素含有率を変化させたカーボン膜を作製し、その

電極活性を酸素や過酸化水素の還元電流で評価し、窒

素分率5%以下で最も良好な電極活性が得られること

を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に確認できた、電位等の外部刺激によるレ
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クチン類認識の高感度化の現象について、分光学的手

法や水晶振動子マイクロバランス法などの手法により

原理の確認を行うとともに、生体分子の高感度認識へ

の利用を目指す。昨年度に引き続き DNA のメチル化

検出に関してシングルメチレーションを検出するため

の新規手法を開発する。実試料計測に向けて、マイク

ロ流路内の修飾を検討しノイズレベルを数分の一に低

下させるとともに、血球分離などの前処理法について

検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・外部電位刺激により糖鎖-レクチン間の相互作用が強

まる系について、これまでの分光学的手法に加え新た

に水晶振動子マイクロバランス法を用いて、高感度認

識が起こる原理確認を進めた。DNA バルジ内に配置

された5'メチルシトシンが外向きに回転している時間

を有することを初めて見出し、さらに DNA メチル化

検出法へ応用した。任意 CpG のメチル化状態を、抗

原抗体反応を用いて迅速に検知可能になった。 

 

【平成24年度計画】 

・βグルカンに種々の官能基や天然由来化合物を導入す

ることで、新たなβグルカン誘導体を調製する。つづ

いてファイバー構造などのβグルカンの構造的な特徴

を生かした材料、例えば光学的性質や機械的性質に特

徴のある材料の素材としてのポテンシャルを評価する。 

【平成24年度実績】 

・ユーグレナが産生するβ-1,3-グルカンに無水コハク

酸を反応させることにより、カルボン酸が導入された

β-1,3-グルカン誘導体を合成した。つづいて NMR
や円二色性スペクトル測定等により、コハク酸導入β

-1,3-グルカンは、天然のβ-1,3-グルカンが有するら

せん構造構築能を官能基導入後も保持していることを

明らかにした。さらにコハク酸導入β-1,3-グルカン

は直径約200nm 程度のナノファイバー集合体（エア

ロゲル）や可視光領域において透明度の高いフィルム

を構築することを見いだした。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、光圧を用いたマイクロチップ

型マルチ細胞ソータの開発では、企業と共同で開発し

た実用試作機の改良機を用いて、選別可能な細胞種数、

処理速度を評価する。サンプル面では動物細胞を用い

て分離に関する性能を評価することにより、製品化に

向けて一層実用面に重点を置いて開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・企業と実用試作機開発を、昨年度から引き続き実施し、

小型化など製品化に重点をおいた開発を着実に進めた。

選別可能な細胞種数、処理速度、動物細胞を用いた分

離の評価は実施できなかったが、試作機の完成を見越

して、サンプル面で徳島大学との共同研究による動物

細胞解析や蛍光性の大腸菌・酵母等の準備を進め、ま

た当該装置に最適なマイクロ流体チップの試作・検討

を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・試作した小型顕微 SERS 面分光装置の実用化に向け、

従来の蛍光標識を使う方法と対照する。対照実験では

SERS 測定データの蓄積が豊富な色素（標準分子）、1

分子操作法が確立している DNA（標準生体分子）、

発現タンパク質の帰属が確立している酵母（標準細

胞）を用いる。実用化実験では、企業と大学と共同研

究を実施中のエンドトキシンに着目する。同分子の検

出は人工透析に必須な技術である。従来法の蛍光抗体

法の感度および測定時間を SERS 測定で改善できる

ことを検証する。 

【平成24年度実績】 

・小型顕微 SERS 面分光装置を用いて、1)色素分子の

プラズモン共鳴散乱と SERS の面分光による同時測

定、2)酵母の SERS 面分光測定、DNA、エンドトキ

シンの SERS 分光測定を行った。1)では多数の銀粒

子についてプラズモン共鳴と SERS を面分光測定す

ることに成功した。2)においては、酵母の SERS 面

分光測定が原理的に可能であることを示した。DNA
分子についてはプラズモニックイメージングと単分子

SERS 検出に成功した。エンドトキシンについては、

ゲル化を用いた比色法に比べ、SERS 面分光法を用い

ることで、より高感度での検出に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・蛍光ナノ磁石の蛍光と磁性特性を向上させるために、

以下の4種類の材料の組合せで、おのおのコアとシェ

ルの入替えを含め、これらの特性を調べる：蛍光性量

子ドットと磁性無機錯体、蛍光性金属クラスターと磁

性無機錯体、蛍光性量子ドットと磁性ナノ粒子、蛍光

性金属クラスターと磁性ナノ粒子。さらに、上記組合

せで調製した蛍光ナノ磁石につき、がんの光線治療へ

の応用で重要な一重項酸素の生成効率を評価し、これ

を最適化する。また、同蛍光ナノ磁石につき、細胞毒

性を評価し、その程度に応じて毒性の抑制を計る。 

【平成24年度実績】 

・光分解性の蛍光性および磁性ナノプローブ（バイモー

ダルナノプローブ）を開発するという今年度の計画に

沿って、研究を進めた。候補材料のうち、蛍光性量子

ドットを磁性酸化鉄ナノ粒子で覆った物および磁性酸

化鉄ナノ粒子を蛍光性量子ドットで覆った物の2種類

を用意した。さらに、近赤外蛍光を発する金クラスタ

ーを作製し、磁性を付与した。これらを生体分子に結

合し、マウスの黒色腫細胞に運ばれることを確認した。

細細胞毒性の評価と抑制は検討できなかったが、バイ

モーダルナノプローブから一重項酸素が発生すること
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を確かめた。 

 

【平成24年度計画】 

・実時間型の1分子 DNA シークエンシング技術の開発

では、平成23年度に得られた蛍光標識塩基の改良や探

索した DNA ポリメラーゼを用いて、ポリメラーゼが

連続して取り込む蛍光標識した塩基の数を50個以上へ

拡張することを改めて目標とする。また、DNA ポリ

メラーゼの探索を引き続き並行して実施し、また

DNA 高次構造の制御と解析による視点も加え、50塩

基の取込みを実現するために必要な要素を幅広く調べ

る。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度では、1分子 DNA シーケンスの開発要素

である DNA ポリメラーゼ（酵素）の探索と蛍光標識

塩基（基質）の改良を行ったが、これらを用いてシー

ケンスを試みていなかった。そこで、今年度は当該酵

素と基質を用いて1分子シーケンスを検討した。その

結果、25塩基までの取り込みに成功した。さらに基質

のリンカーを長くすることで、目標としている50塩基

が実現できる見通しを得た。このために、新たに魚類

から DNA ポリメラーゼを単離した。 

 

【平成24年度計画】 

・急速凍結レプリカ法等の電子顕微鏡技術による画像解

析を活用して、膜タンパク質の細胞上での分子配列状

態を検出、計測する方法を開発し、また、細胞膜にお

ける脂質分子層の微細構造との相互作用に関する評価

を行う。 

【平成24年度実績】 

・好熱細菌が産生する高耐性プロテアーゼ試料の電子顕

微鏡解析を行い、このタンパク質が膜構造分子集合体

に埋め込まれた状態にあることを明らかにした。細菌

の外膜に由来し本プロテアーゼ放出の担体として機能

する脂質膜小胞の探索を行った。細菌細胞膜での化学

受容体分子の大量発現が細胞膜形状を変化させ長いク

レバス構造を形成させる効果を持つことを、急速凍結

レプリカ電子顕微鏡法での解析により明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続きナノテク技術を利用して、より

光学的特性と耐性に優れたプラズモニック基板を作製

する。タンパク質-タンパク質相互作用や抗原抗体相

互作用を利用したサンドイッチアッセイ下で、増強蛍

光によるマーカーの迅速・高感度検出を目指す。イン

キュベーション10分で100fM 以下のマーカーの定量

評価を行うことを目標とする。また血清試料での定量

評価も行う。 

【平成24年度実績】 

・ナノインプリント法とコーティング技術を用い、光学

特性と耐性に優れたプラズモニック基板を作製し、タ

ンパク質-タンパク質相互作用や抗原抗体相互作用を

利用したサンドイッチアッセイ下で、増強蛍光による

高感度マーカー計測に取り組み、10分のインキュベー

ション時間で100fM 以下のマーカーの定量評価を行

った。マウス血清中のマーカーの計測を行うことがで

きた。 

 

【平成24年度計画】 

・細胞膜固定材料 BAM を用いて、BAM-BSA/BSA 混

合被膜により接着力が5nN 以下に調整された基板に

対してマウス胚性癌細胞 P19を固定する。ナノニード

ルアレイ動作装置を設計、作製し、低接着に調整され

た P19に対してナノニードルアレイの接近動作を行い、

多細胞同時挿入を可能にする条件検討を行う。また、

抗ネスチン抗体を修飾したカンチレバー型のナノニー

ドルを用いて、低接着 P19に対して挿入、釣り上げの

力学解析を行い、細胞の釣り上げ分離に必要な

Fishing force の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・BAM-BSA/BSA 混合被膜により平均接着力が5nN 以

下に調整された基板を作製することに成功した。作製

したナノニードルアレイ動作装置を用いて細胞操作を

行った。共焦点顕微鏡観察によりアレイ上のナノニー

ドルの細胞への挿入を確認した。AFM を用いて、細

胞接着力とナノニードル表面に固定化した抗体と細胞

内抗原の結合破断力 Fishing force を解析した結果、

力の最大値が同等であっても、細胞剥離に要する仕事

量は抗体結合破断に要する仕事量を大きく上回ること

が明らかとなった。 

 

【平成24年度計画】 

・X 線回折点の運動測定装置を高機能化し、リガンドに

よる AChBP 分子の摂動について、さらに高い時間分

解能（マイクロ秒オーダー）で解析する。またリガン

ド結合に伴いニコチン性アセチルコリン受容体のチャ

ネルが開く分子機構を探るため、膜タンパク質である

受容体自体を本手法により測定する方法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・X 線回折点の高速運動測定装置を導入し、100マイク

ロ秒オーダーでの分子動態を捉える技術（高速 DXT
法）の開発に成功した。アセチルコリン結合タンパク

質 AChBP は遺伝子組換え体として発現したものを用

い、また nAChR はシビレエイの発電器官から調製し

た nAChR をリポソームに再構成し、細胞外領域を認

識する抗体を介して金ナノ結晶を固定化した。これら

に高速 DXT 法を適用し、アセチルコリンやα－ブン

ガロトキシン存在下での分子動態を解析した。その結

果、AChBP ではリガンド存在下で傾動→回転→傾動

の3ステップの動きをすることが判明した。 
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【平成24年度計画】 

・双碗ロボットにより自動化されたシステムを運用し、

年間に100サンプルほどの細胞内タンパク質の定量解

析を行う。また、ミニロボットによる、配管デッドボ

リュームを極小化する基盤技術開発を継続する。 

【平成24年度実績】 

・双腕ロボットを利用し、細胞内タンパク質を質量分析

によって絶対定量するワークフローを完成させた。そ

の結果、熟練した人手による想定よりも、高い再現性

が得られることを確認した。また、このシステムを活

用し、製薬企業の開発中の化合物処理による細胞内タ

ンパク質量の変動解析を実施した。開発薬の薬効メカ

ニズム解析に貢献するものと予想された。年間100サ

ンプルを測定する体制が整い、試験的な運用を開始し

た。 

 

1-(2)-② 身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパ

ク質等のバイオマーカーの探索、検知法開発とその実

用化 

【第3期中期計画】 

・がん及びその他の疾病の予防や診断及び治療に利用す

るため、動脈硬化を伴う脳や心血管障害の直接評価や

がんの識別を可能にする血清バイオマーカー等、有用

な新規バイオマーカーを同定し、それを評価、利用す

る技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・特定糖タンパク質濃縮装置の小型化及びレクチン‐抗

体サンドイッチアッセイ系の一体化を企業との共同開

発により目指す。各種糖鎖バイオマーカー候補分子の

検証試験やタンパク質性バイオ医薬品の糖鎖品質管理

のための前処理を実施し、用途範囲を拡充する。 

【平成24年度実績】 

・特定タンパク質濃縮（前処理）装置とレクチン－抗体

マルチサンドイッチアッセイ装置の一体化を目指し、

企業と FS 試験の契約を結び、実行した。その成果を

もとにした一体型装置の実用化計画 JST 復興促進プ

ログラムマッチング II に採択され、10月より装置開

発を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・分子マトリクス電気泳動法で分離したムチンの検出法、

同定法に更なる改良を加えるとともに、アフィニティ

分子マトリクス電気泳動法や2次元電気泳動への展開

などにより分離能の向上を図り、膵液および胆汁を試

料とした疾患バイオマーカーの探索への応用を続行す

るとともに、ムチン以外の生体分子への活用を検討す

る。 

【平成24年度実績】 

・分子マトリクス電気泳動で分離したムチン染色法につ

いて、酸性ムチンと中性ムチンを同時かつ高感度に染

色できる方法を開発し、専門誌に報告した。ムチン同

定法については抗体による手法に代わる新たなアイデ

アとして分解物マッピング法を考案した。また親水性

ポリマーの検討により分離能が向上するという知見を

得た。膵液および胆汁を試料とした疾患糖鎖バイオマ

ーカー探索は基礎検討を続行中であり、ムチン以外の

分子への応用としては抗体の糖鎖不均一性評価への応

用を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・胆管がんマーカー、肝細胞がんマーカーについては、

薬事法に基づく製造販売申請に必要となるデータを揃

える。さらに、企業と連携して開発を進める卵巣がん

については、申請品を完成させてデータの取得を開始

し、申請に必要なデータを揃える。肺がん、前立腺が

んマーカーに対する迅速測定系を構築するとともに、

中皮腫のマーカー候補分子同定を継続して行なう。 

【平成24年度実績】 

・企業への技術移転を完了した肝臓の線維化を測定でき

るマーカーについては、11月末に、提携企業より薬事

法に基づく製造販売申請を行った。また、胆管癌や肝

細胞がんを検出できるバイオマーカーについても、製

造承認申請に十分な臨床性能試験データをそろえた。 

 

【平成24年度計画】 

・モータリンおよび CARF の正常、ストレス下ならび

に病態生理における役割について焦点を絞り、分子解

析を行う。老化、不死化、発がん、転移、薬剤耐性現

象をコントロールするこれらの機能的重要性を調べて

いく。 

【平成24年度実績】 

・生化学的手法及びバイオインフォーマティクスにより

がん細胞において、モータリンと Bcl2、BclxL との

相互作用が細胞の老化を引き起こしていることを明ら

かにした。CARF は細胞周期に依存して制御され、

G1期と G2期に増加することを明らかにした。ストレ

スによりがん細胞が老化すると CARF の発現が増加

することから、CARF は老化、アポトーシス、がん

の進行における主要調節因子と考えられた。 

 

【平成24年度計画】 

・優れた抗がんおよび抗ストレス活性を併せ持つ新しい

植物化学物質の開発に繋げるため、アシュワガンダの

分子生物学的効果について引き続き解析を進め、特に、

アシュワガンダ葉の水抽出物ががんや神経変性の表現

型に及ぼす影響について検討する。インビトロおよび

インビボによる実験結果を予測あるいは立証するため

に、バイオインフォマティクスや計算生物学的アプロ

ーチを用いる。 
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【平成24年度実績】 

・アシュワガンダアルコールエキス（iExtract）とその

成分 Withanone のがん細胞死における分子標的をバ

イオインフォマティクスと生化学的アプローチを用い

て研究した。アシュワガンダ葉水エキス中に抗がん活

性を見出した。我々は優れた抗転移活性を示すアシュ

ワガンダ由来植物化学成分の組み合わせを開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・プロテインアクティブアレイの高密度化等の改良は企

業との共同研究を継続して進めながら、がんワクチン、

免疫性神経疾患など各種疾患と自己抗体の解析例を増

やし、自己抗体プロファイリングの重要性を示す基礎

データを蓄積する。さらに、疾患マーカーとなる自己

抗体に関する知財確保を行う。また、がんや免疫性神

経疾患などに特化した自己抗体検出用アレイの開発を

行い、製品化を目指す。 

【平成24年度実績】 

・京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区に

おいて、血中の抗体プロファイリングによる難治病早

期診断にプロテインアクティブアレイを利用されるこ

とになり、内閣府から紹介ビデオが全世界に発信され

ることが決まった。北里大学病院との共同研究でがん

患者の抗体プロファイリングによりがんマーカーを発

見し、特許出願を行った。アレイは日本軽金属、バイ

オテック、セルフリーサイエンスとの共同研究によっ

てアレイの製品化を行い、セルフリーサイエンスで受

託業務も開始した。さらにアレイの高密度化の技術開

発も行った。 

 

【平成24年度計画】 

1) 骨髄高転移性乳がん細胞において、その転移に関わ

っている事が明らかになった骨形成タンパク質

BMP-7の、シグナル伝達について解析する。また、

抗がん剤耐性がん細胞において発現の上昇している

FGF ファミリー因子の発現を抑制し、抗がん剤耐性

の変化を解析する。 

2) がん抑制遺伝子 Kank1と相互作用をするタンパク

質の機能解析を行い、Kank1と細胞増殖や細胞分裂

などとの関わりについて明らかにし、それらの細胞機

能に関する新しいシグナル伝達経路を明らかにするこ

とで創薬ターゲットの探索を進める。 

【平成24年度実績】 

1) 骨髄高転移性乳がん細胞において、BMP7レセプタ

ー2の発現及びリン酸化 Smad1/5/8の発現が亢進して

いる事が判明した。また、抗がん剤耐性がん細胞にお

いて、発現の上昇している FGF ファミリー因子の発

現を抑制すると、抗がん剤耐性が消失する事が判明し

た。  

2) がんに関わる Wnt シグナル伝達経路のタンパク質

と Kank1が相互作用をすることで細胞分裂に関わる

低分子量 G タンパク質 Rho ファミリータンパク質の

機能を制御することを明らかにし、Kank1によるが

ん化抑制のメカニズムに関する情報を得た。 

 

【平成24年度計画】 

・肺がん患者の血清や組織サンプルを用いて、組織学的

アッセイ、qPCR、および ELISA アッセイにより肺

がんマーカー候補を絞り込む。 

【平成24年度実績】 

・各種肺がん組織アレイ、qPCR、ELISA アッセイを

用いて、実際の肺がんで発現が確認されるマーカー候

補の絞り込みを完了した。 

 

1-(2)-③ 有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬

基盤技術の構築、改良とその分子の高度生産技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・生体分子の構造、機能及び作用機構を医薬品等の創成

や診断手法に結びつけるための基盤技術を開発する。

また、医療に役立つ新規抗体の生産に必要な期間を従

来の1/3程度以下に短縮する技術等、バイオプロセス

を活用した高品質、高効率な生産関連技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・酵母による糖タンパク質糖鎖の改変技術をさらに改良

し、生物製剤や糖鎖バイオマーカー標準品などの生産

能の向上を図る。また、糖転移酵素や糖鎖関連酵素の

大量生産系をブラッシュアップし、酵素法によるヒト

N-型、O-型糖鎖の合成技術をスケールアップすると

ともに、糖鎖分析のための標準物質の実証試験と、糖

鎖機能を活用した高機能化生物製剤の開発と機能評価

をさらに進める。 

【平成24年度実績】 

・メタノール資化性酵母から新たに複合型糖鎖加水分解

酵素を見出し、in vitro での糖鎖改変技術を構築した。

この技術を用いて、生物製剤などの糖鎖分析の際に必

要となる標準品の生産を行った。また N-、O-型糖鎖

の合成に関与する糖転移酵素について、新たに2つの

ヒト糖転移酵素について大量発現系を構築し、糖鎖分

析のための標準物質の実証試験のために活用した。糖

鎖機能を活用した高機能化生物製剤の開発と機能評価

について、ターゲットとなるタンパク質の絞り込みを

行い、発現系を構築した。 

 

【平成24年度計画】 

・ヒトの疾患モデルである糖鎖遺伝子改変マウスを用い

て、糖鎖の生体機能を分子レベルで明らかにし、創薬

シーズ開発への応用研究を行う。欠損により疾患病態

を引き起こす糖鎖がどのような分子群にキャリーされ
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ているのかを解析するための技術開発を行い、糖鎖構

造変化と分子機能変化を相関づけ、生物機能への糖鎖

の寄与を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・糖鎖遺伝子改変マウスの疾患に関連した表現型発症の

分子メカニズムを明らかにするために、特定の糖鎖構

造をキャリーするタンパク質を網羅的に同定する方法

の開発と検証を行った。N 結合型糖鎖に関しては

様々なレクチンを組み合わせた IGOT-LC/MS 法を用

いて、培養細胞や野生型マウス組織から数100種類の

キャリアー候補分子を同定することに成功した。また、

O 結合型糖鎖に関しても、レクチンとプロテオミク

スを併用した手法での分子同定を試みた。 

 

【平成24年度計画】 

・動物製薬会社との共同研究契約の締結を行ない、糖鎖

被覆リポソームワクチンによる治験実施にむけた準備

を開始する。 

【平成24年度実績】 

・動物医薬品会社との共同研究契約の締結に至った。糖

鎖被覆リポソームワクチンによる治験実施にむけて、

北海道と沖縄における対象原虫株の感染モニタリング

を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・リボソーム提示-糖鎖複合体アレイシステムのプロト

コールの洗練化を行い、目的の糖鎖に対するプローブ

を自由自在に創るためのプロトコールの確立をめざし

て研究を進める。また引き続き組換えレクチンライブ

ラリーの拡充を行い、リコンビナントシフト完成を目

指す。 

【平成24年度実績】 

・リボソーム提示法と糖鎖工学的手法をドッキングさせ

ることによって、高スループットな進化工学系を構築

し、6硫酸化ガラクトースに対する初の優れたプロー

ブ分子の作製に成功し、論文を発表した。さらに、糖

結合タンパク質（レクチン）の分子鋳型（scaffold）
が持つ進化ポテンシャルを予測することが可能となる

評価法を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・GPI の脂質リモデリングに関する研究を進め、その

生理的役割をより詳細に知るため、脂質リモデリング

に関連する新たな遺伝子の探索を行う。 

【平成24年度実績】 

・GPI の脂質リモデリングに関する研究を進め、脂質

リモデリングに関与する新たな遺伝子の候補として 

CDC1を見いだした。温度感受性 cdc1変異株におい

ては GPI アンカー型タンパク質が培地中に漏出する

ことを明らかにした。 

【平成24年度計画】 

・アミロイドβタンパク質集積体について、顆粒状と線

維状の分子構造の違いを解明するために、位置特異的

に同位体ラベルおよび重原子ラベルを有するタンパク

質を作成して構造情報を収集し、それぞれの構造モデ

ルを構築する。また、インフルエンザウイルスヘマグ

ルチニンを細胞表面に発現する培養細胞株を調製し、

この細胞株に対するニワトリ赤血球の結合量を測定す

る条件を検討することにより、インフルエンザウイル

スの細胞吸着を抑制する生理活性物質を探索するため

の評価系を開発する。 

【平成24年度実績】 

・位置特異的な変異体とラベル体、および2つの部位の

組み合わせからなるタンパク質を作成し、アミロイド

形成性への影響を解析して、アミノ酸残基間の疎水性

相互作用がアミロイド構造形成を誘導すること、およ

び特定のアミノ酸残基位置が線維形成の鍵となってい

るという特徴を見出した。インフルエンザウイルスヘ

マグルチニン（HA）を発現する培養細胞株に対し、

蛍光標識したニワトリ赤血球を加え HA を介した結

合を確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に開発した改変アフィニティリガンドタン

パク質の実用化に向けた検討を行う。抗体医薬の品質

管理に応用可能な小型人工タンパク質の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・開発した改変アフィニティリガンドタンパク質の特許

強化と国際出願を行うとともに、有償研究試料提供契

約、有償技術情報開示契約、および受託研究契約を国

内民間企業と締結し、実用化に向けた検討を進めた。

タンパク質の分子進化機構を模倣した新規分子設計法

を開発し、抗体医薬の品質管理に応用可能な小型人工

タンパク質を合成した。 

 

【平成24年度計画】 

・低分子化抗体等、新しいタイプの抗体の精製において、

有望なスカフォールドとなるアフィニティリガンドタ

ンパク質の選定を行う。そのために、これまでとは全

く異なるタイプのアフィニティリガンドタンパク質に

関する変異体ライブラリーのアレイを作製し、改良し

た独自のアレイシステムを用いて特性解析を行い、解

析データを蓄積することによって、有望なスカフォー

ルドとなるアフィニティリガンドタンパク質の選定作

業を進める。 

【平成24年度実績】 

・これまでとは全く異なるタイプのアフィニティリガン

ドタンパク質であるプロテイン Lをフレームとした変

異体ライブラリーを作製し、独自のアレイシステムを

用いて特性解析を行った。その結果、通常の抗体に対
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しても低分子化抗体に対しても親和性を持っているリ

ガンドタンパク質、すなわち低分子化抗体の精製にお

いて有望なスカフォールドとなるアフィニティリガン

ドタンパク質を複数選定した。 

 

【平成24年度計画】 

・RNA の合成や代謝に関わる酵素の分子機能と構造に

関する研究をひきつづき行う。特にウイルス由来の

RNA 合成酵素と宿主タンパク質の複合体が RNA 合

成を終結する機構を構造解析、機能解析を通して解明

することを目指す。また、発生、分化、がん化に関わ

る低分子 RNA の発現を制御するヒト由来 RNA 合成

酵素群に注目し、これらのタンパク質の安定大量発現

系の構築、結晶化を行う。 

【平成24年度実績】 

・宿主翻訳因子と複合体を形成して機能するウイルス

RNA 合成酵素が RNA 合成を終結させる様子を動画

として提示し、ウイルス RNA 合成酵素のもつゲノム

複製の分子機構を明らかにした。また発生、分化、が

ん化に関わる低分子 RNA の発現を制御するヒト由来

RNA 合成酵素群の発現系を構築し、発現タンパク質

の結晶化に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・遺伝子改変した始原生殖細胞の継代数の制限や移植時

期、in ovo におけるキメラ率の予測技術の開発により、

よりキメラ率の高いトランスジェニック個体作出を試

みる。個体は半年かけて性成熟させ、精液の解析なら

びに後代検定を実施する。また、将来の実用化に必要

なニワトリ始原生殖細胞の遺伝子改変の革新的技術の

開発を試みる。 

【平成24年度実績】 

・ガンマ線照射により内在性始原生殖細胞を選択的に除

去し、移植組換え始原生殖細胞が80%以上の極めて高

いキメラ率を有する生殖巣キメラヒヨコ作成法を開発

した。その後半年かけて性成熟した個体では精液中に

組換え遺伝子を認め、ガンマ線非照射時に比較して8

倍以上の改善を認めた。更に、将来の実用化に不可欠

と考えられるニワトリ始原生殖細胞の染色体外に外来

遺伝子を安定的に存在させる人工染色体導入技術を開

発した。 

 

【平成24年度計画】 

・極限生物などの持つ有用蛋白質に着目し、機能解析の

ための結晶構造解析や単粒子解析を実施するとともに、

バイオマス利用に資する人工酵素開発のための基盤技

術開発をさらに進める。また、バイオセンサーに利用

可能な蛋白質に関してもその応用法の開発に着手する。 

【平成24年度実績】 

・嫌気性超好熱性古細菌由来の抗酸化タンパク質ペルオ

キシレドキシンの構造解析に着手し、結晶を得た。人

工耐熱性セルラーゼの酵素活性への吸着ドメインの数

の影響等の解明を行い、耐熱酵素4種の研究に着手し、

その内の1種では大まかな結晶構造を得て電子顕微鏡

で観察した単粒子構造との比較を行うと共に解析法の

改良を試み、他の1種の酵素では詳細な構造を解明し

た。また、鬱病のマーカー候補検出用センサーへの応

用のために、受容体と BDNF の結合性の確認を行っ

た。 

 

【平成24年度計画】 

・安全なバイオ医薬品の生産および高機能化バイオ医薬

品の早期開発実現のため、ヒト型糖鎖付加タンパク質

を生産することができる出芽酵母株の開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度までに開発したヒト複合型糖鎖中間体を生

産する酵母株の糖転移酵素遺伝子をさらに破壊するこ

とによって、酵母特有の O-結合型糖鎖を野性型酵母

の約50%以下にまで低下させた株を新規に開発した。

さらに、新規変異導入技術を適用することにより N-

および O-結合型糖鎖を改変した酵母が示す増殖能の

低下を回復させた酵母の取得に成功した。また、本株

がどのような遺伝子変異によって増殖能が回復したか

を調べるべく次世代シークエンスによる全ゲノム解析

を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・生物発光系イメージングに関して、細胞・組織に対す

る化学物質、食品機能性因子等の薬効をハイスループ

ット或いはリアルタイムで検出するための検出デバイ

ス及びマルチレポーター導入細胞群を構築する。 

【平成24年度実績】 

・多色発光レポーターを利用した新規共培養系、高発光

強度型発光レポーターを用いた発光イメージングによ

り、生体リズムの同調・発振に関する分子機構を明か

にした。毒性評価については経産省プロジェクトで、

毒性評価用発光細胞を用いたバリデーション試験を実

施中、また人工染色体ベクターを利用した新規発光レ

ポーターシステム構築を推進し、人工染色体が優れた

レポーターベクターであることを実証した。さらに企

業との連携した新規発光測定装置の開発に着手した。

食品機能性成分についてはオリーブの免疫賦活作用を

明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・微小管の伸長・短縮の制御の仕組みを理解するため、

微小管重合制御に関わることが報告されているいくつ

かのタンパク質について、微小管との相互作用の詳細

や重合に与える影響を調べる。 
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【平成24年度実績】 

・微小管結合タンパク質タウの存在下で微小管重合を促

進するタンパク質 Gas7b に着目し、その細胞骨格と

の相互作用の様子を電子顕微鏡によって解析した。ま

ず、発現・精製した Gas7b が微小管同士を規則的結

合によって架橋することが観察できた。さらに、

Gas7b が微小管とアクチン繊維を架橋することを見

出した。Gas7b は神経細胞で突起の伸長に関わるタ

ンパク質であることが報告されている。神経突起の伸

長には微小管とアクチンの連携が必要であると考えら

れ、Gas7b がこの連携に関与する可能性が示された。 

 

【平成24年度計画】 

・前年度に引き続き細胞運動とガン転移におけるホスホ

リパーゼ D の役割を解明するため、細胞膜上におけ

るホスホリパーゼ D と他のシグナル伝達分子等の同

時観測による動態解析手法の開発を行う。また、すで

に構築した発現ベクターを用いて細胞内における各タ

ンパク質の動態観察をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・細胞膜上におけるホスホリパーゼ D を中心としたシ

グナル伝達ハブ形成を1分子レベルで可視化するため、

3種のタンパク質をほぼ同時に計測することが可能な

全反射顕微鏡の構築を進め、光源系の調整、検出系の

設置は終了した。また、セルチップによるキノーム解

析から同定した細胞運動関連遺伝子群の絞り込みを行

った30種の候補遺伝子と蛍光タンパクの融合タンパク

質を細胞内に発現させ局在を決定した。 

 

【平成24年度計画】 

・アクチン-ミオシン融合タンパク質およびコフィリン

－アクチン融合タンパク質を活用し、アクチンフィラ

メントの構造多型がミオシン結合も正負に制御するか

を検証し、アクチンフィラメントの構造多型の生理的

意義の解明を目指す。また、アクチンフィラメントの

構造多型の構造生物学的解析を試みる。 

【平成24年度実績】 

・融合タンパク質を活用し、アクチンフィラメントに対

するミオシン結合がミオシン結合を促進する一方、コ

フィリン結合がミオシン結合を阻害することを見出し、

アクチンフィラメントの構造変化の生理的意義の一端

を明らかにした。優性に先天性ミオパチーを引き起こ

す Asp11変異アクチンについて機能解析を行い、同

変異がヌクレオチド交換を促進するため、ATP 存在

下では ATP 結合型が多くなり、コフィリンとの相互

作用が阻害されるため、脱重合が遅くなって細胞機能

が阻害されることを明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・実海域で使える浸漬型のホログラフィー撮像装置の開

発を行う。深度100m でサイズ数ミクロンの細胞から

数ミリメートルの個体までを秒速数枚-数十枚で撮影

するシステムを構築する。また運動性の検知に特化し

た計測システムの構築を行う。 

【平成24年度実績】 

・ホログラフィー撮像装置に適した低消費電力のシステ

ムの構築を行った。目的のサイズのプランクトンを1

秒間に30個まで撮影録画できるシステム設計を行った。

これらの成果により安価で小型のホログラフィー撮像

装置が可能になった。またホログライー撮像ではセン

サによる粒子出現の検出が重要であるが、赤外で粒子

サイズ、応答度が十分なセンサシステムを開発した。

運動性の特性検知システムは試作が終了した。 

 

【【平成24年度計画】 

1) 水チャネルなどの二次元結晶を用いた高分解能結晶

構造解析のための、試料評価法を開発するとともに、

電子線による損傷を評価する。単粒子解析法について

は、細胞周期、シグナル伝達の制御においても重要な

役割を果たしているプロテアソームについて、その構

造解析を進めるとともに、膜タンパク質の単粒子解析

も行う。 

2) サブユニット識別技術に関しては、さらに広く複合

体への適用を行い技術向上に努める。また核内膜複合

体等の複雑な複合体解析への技術基盤構築を行う。 

【平成24年度実績】 

1) 走査型透過電子顕微鏡像からの試料損傷の評価法を

開発し、それを二次元結晶に応用した。プロテオソー

ムを用いて、単粒子解析用の試料作製法やデータ収集

方法の改良を行った。 

2) タンパク質ユビキチン化の新機能として注目されて

いる、直鎖ユビキチン鎖の形成過程と NF-κB 活性

化機構に関して、そのサブユニット構造を電子顕微鏡

を用いて示した。生体機能に重要な核内膜構造と機能

の理解に向けて、低角ロータリーシャドゥ法の改良と

核ラミンの高分子重合化の過程とその制御機構を電子

顕微鏡を用いて解析する技術開発を行った。 

 

【平成24年度計画】 

1) 皮膚特異的 FGF18ノックアウトマウスの表現型解

析を通じて FGF18の毛成長周期制御における機能を

推定し、毛包幹細胞制御との関連を解析する。 

2) ヒトの胆汁酸合成調節ホルモン FGF19が糖鎖依存

的に実験動物由来受容分子群に惹起するシグナル伝達

を解析し、動物実験や薬理実験の適切性を評価する。 

3) 新しい蛍光色素を臨床へ応用するために、免疫染色

マーカー（抗体）の検討を行い、多重染色のシステム

で病理診断を行うための蛍光色素と抗体の組み合わせ

を検討する。 

 



資 料 

(1126) 

 
 

 
 

【平成24年度実績】 

1) 皮膚特異的 FGF18ノックアウトマウスの表現型解

析により、幹細胞静止を伴う毛成長周期の休止期を

FGF18が維持することを発見して論文発表し、高評

価を得た。 

2) ヒトのホルモン FGF19が糖鎖依存的にマウス由来

受容分子群に惹起するシグナル伝達が、ヒトの系と異

なることを示し、これら実験の適切性を評価し、論文

発表した。  

3) 新蛍光色素利用病理診断法を開発するためにマーカ

ータンパク質の検討を行った結果、4重染色蛍光免疫

染色システムが構築でき、病理診断への利用が可能に

なった。 

 

【平成24年度計画】 

・試験管内分子進化技術に利用可能なペプチドの構造骨

格をさらに探索する。また試験管内分子進化技術によ

る受容体、イオンチャネル、転写因子等病因遺伝子産

物に対する特異的リガンドの創出を迅速化するための

実験条件の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・従来用いてきたスリーフィンガー型分子骨格やインヒ

ビター・シスチン・ノット型分子骨格に加えて、細胞

分化や増殖に係わる生理活性ペプチドの分子骨格を鋳

型としたランダムペプチドライブラリを調製した。限

られた微小空間に遺伝子とそれに由来するタンパク質

を閉じ込めて試験管内進化を行う手法（IVC 法）の

条件を検討するとともに、次世代シークエンサーを用

いた候補ペプチド配列解析の迅速化の条件検討を行っ

た。 

 

【平成24年度計画】 

1) 各種顕微鏡による新規観察手法を発展させ、企業と

も連携した改良を進める。細胞周期に依存して核内で

活発に動く微細粒子の分子実態や、神経微細構造にお

ける受容体タンパク質等の分布を解明する。また、可

視化に使われる Qdot などナノ粒子に関する研究を推

進する。 

2) 神経細胞の分化・維持に必要なタンパク質や核酸等

因子群の探索と機能解析を行い、認知機能や神経疾患

に関連する分子を複数同定する。 

3) 単離脳標本やモデル動物を用いた脳情報抽出システ

ムを確立し、感覚応答とその記憶における神経回路網

動態を解析する。 

【平成24年度実績】 

1) 新型位相差顕微鏡や大気圧電子顕微鏡による観察技

術の開発及び改良を進め、分化中の生細胞核内でタン

パク質合成に関与する複合体や、神経シナプス内微細

構造を形成する分子群の動態観察に成功した。  

2) 神経細胞移動や軸索伸長に関与する低分子量 G タ

ンパク質群制御因子 RIN-1と、アクチン動態変化に

関わる制御因子群を同定した。  

3) 従来の2.5倍の撮像速度での神経応答計測を可能に

するシステムを確立し、扁桃体皮質の神経応答が嗅覚

入力線維の刺激により惹起されることを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・単粒子解析法を利用して、透過型電子顕微鏡によりタ

ンパク質の単分散粒子像を撮影し、様々な方向を向い

た粒子像を基に3次元構造を計算する。本方法を情報

学的に改良し、さらに1種類以上のタンパク質の構造

を解明する。 

【平成24年度実績】 

・単粒子解析法を改良するために、新たなタンパク質粒

子画像拾い上げアルゴリズムを、確立分布を考慮して

新開発した。詳細を、国際誌に発表した。単粒子解析

法を用いて、微小管の詳細な構造を解明し、電子顕微

鏡により初めてα-tubulin とβ-tubulin を区別する

ことに成功した。さらに、微小管の重合と脱重合に伴

う、分子の動的な構造変化を捉えることに成功し、J. 
Cell Biol. 誌へ発表した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 次世代配列解析技術と核酸を利用した物質・細胞の

認識に関する技術開発を行う。疾患関連因子に対する

構造解析・創薬開発と NMR を用いた相互作用機序解

析の技術開発を行う。神経調節機能因子の機能解析、

その作用機序に基づく核酸医薬の開発を行う。新規細

胞アレイの高密度・高機能化とそれを用いた細胞内シ

グナルの評価技術の開発を行う。 

2) 試験管内免疫作製法において、抗体産生細胞をより

効率的に誘導する免疫刺激剤を同定する。 

3) 消化管免疫を調節・制御する機能性因子を明らかに

し、その標的細胞の誘導メカニズムを解明する。 

【平成24年度実績】 

1) 配列スペクトルを用いたアプタマーによる分子認識

法を開発した。アディクシンが TMEFF1を介した細

胞増殖に関与することを見出した。高機能化細胞マイ

クロアレイチップの開発を進め易転移性因子を同定し

た。NTD 創薬に向け、疾患関連因子の立体構造と酵

素的特性を明らかにした。NMR 法を用いた効果的な

相互作用検出法の開発を進めた。  

2) 試験管内免疫条件を検討し、抗原特異的 IgG 産生

細胞の効率的誘導に成功した。  

3) 乳酸菌の dsRNA は死菌でも残存し、TLR3を介し

て消化管免疫を活性化することを明らにした。 

 

【平成24年度計画】 

1) 企業との共同研究で開発を目指しているヒト iPS
細胞の培養チップについて、プロトタイプを完成する。 
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2) NP、P、L 遺伝子をさらに最適化することにより、

20pg IgG/cell/day 以上の強い遺伝子発現を実現する。

またベクター作製から最大発現までにかかる時間を2

ヶ月以内に短縮する。 

【平成24年度実績】 

1) 共同研究については、テストベンチ機向けの細胞培

養チップについて、2種類のプロトタイプを完成させ

た（平成24年度末で終了予定）。  

2)  SeVdp ベクターの構造最適化により、 20pg 
/cell/day 以上の強いタンパク質発現を実現した。ま

たベクター作製から最大発現までにかかる時間を2ヶ

月以内に短縮できた。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオ医薬生産プロセスの革新を目的として、マスタ

ーセルの樹立からスケールアップ、品質管理に至るま

で一貫して利用できる簡便かつ迅速な糖鎖管理を実現

する新技術の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・簡便かつ迅速な糖鎖管理を実現する方法として、糖ペ

プチドのキャピラリー電気泳動による分離分析系の構

築を進行中である。2本鎖でガラクトース結合位置が

異なる糖鎖を有する2種の糖ペプチドの分離に成功し

た。 

 

1-(3) 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術

や診断技術 

【第3期中期計画】 

 効率的な創薬や、個の医療の実現に向けて、ヒトの遺

伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報等のバイオデータ

ベースを整備し、それらの配列情報と分子構造情報を用

いた創薬支援技術及び細胞内のネットワーク、パスウェ

イの推定やシミュレーション等のシステム生物学的解析

を用いた創薬基盤技術の開発を行う。特に、医薬品候補

化合物について従来の5倍程度の効率で選択することを

可能とするために、遺伝子やタンパク質の機能予測技術

の開発を行う。 

  

1-(3)-① 配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援技

術開発 

【第3期中期計画】 

・遺伝子やタンパク質の機能予測及び特定のタンパク質

や糖鎖と相互作用する化合物の探索等、膨大な化合物

の中から従来の5倍程度の効率で医薬品候補を選び出

すことのできる技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・肝細胞がんの早期発見や卵巣がんの鑑別診断を目的と

した糖タンパク質バイオマーカーを、新たなプローブ

レクチンを用い、細胞や分泌物より、プロテオームと

グライコプロテオームを系統的に分析することにより

探索する。 

【平成24年度実績】 

・AFP 非産生肝細胞がんの早期発見を目的とした糖タ

ンパク質バイオマーカーの探索の一環として、AFP
産生、非産生の培養細胞、および培養液より、これら

の鑑別に適すると考えられるレクチンプローブを用い

て糖タンパク質を捕集し、LC/MS を基礎とするグラ

イコプロテオミクスの手法で多数同定した。肝細胞が

んマーカーの探索法と候補タンパク質における糖鎖変

化を検証した論文を準備した。 

 

【平成24年度計画】 

・糖鎖との相互作用には水分子を介した多くの弱い相互

作用の解析が必須で、計算機による水素原子の補完、

水素結合の定量的評価を行い、糖鎖-タンパク質相互

作用の物理化学的理解を目指す。糖転移酵素等の阻害

剤については化合物ライブラリー、ハイスループット

結晶化条件探索、HTS 方法の確立などの条件整備が

必要で、これに対しては多機関の連携による解析体制

の構築を図る。 

【平成24年度実績】 

・糖鎖とタンパク質の相互作用を解析するために、タン

パク質側に分子動力学を糖鎖側に軌道計算を同時に適

応し、水分子を含む重原子のみの構造データに水素原

子を付加し、モデルを最適化することに成功した。阻

害剤開発のために必要な結晶化ロボットの利用、自動

化結晶解析のための研究環境整備に着手した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 核酸医薬、抗体医薬に向けた創薬基盤技術の開発を

行なう。研究課題として、RNA 二次構造予測結果を

活用した RNA 立体構造予測研究や抗体モデリングお

よび低分子変換を目指した分子設計研究を実施する。 

2) 大規模計算環境を生かした創薬支援技術開発を行な

う。「京」などの計算機上での RNA 立体構造予測計

算環境の構築や、分子動力学計算より得られる大量の

座標情報に基づく化合物結合部位解析研究を実施する。 

【平成24年度実績】 

1) RNA の既知立体構造を高精度で再現できる阻止化

モデルによる RNA 立体構造予測法を開発した。大阪

府立大－産総研包括協定内研究において、触媒抗体の

モデリングによる分子設計を支援した。民間企業との

共同研究において、抗体を標的とした医薬品探索を実

施し、ヒット化合物を同定した。 

2) 独自で開発した RNA 立体構造予測法を「京」に実

装した。HPCI プロジェクト「新薬開発を加速する

「京」インシリコ創薬基盤の構築」に採択され、創薬

支援の計算プログラムの開発と評価を実施した。 
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【平成24年度計画】 

1) 大容量ゲノム配列の高速処理技術（線形時間構築ア

ルゴリズムなど）の開発・実装等を行う。 

2) エピゲノム情報の解析技術を開発する。具体的には、

メチル化測定向けのアラインメント法などの要素技術

開発、解析パイプライン化、及びこれらの応用結果の

データベース化を行う。 

【平成24年度実績】 

1) データ構造（suffix array）の高性能線形時間構築

アルゴリズムゲノム（induced sorting）をゲノム比

較用に改良し（spaced seeds 対応）、実装した。 

2) DNA メチル化測定実験データ解析に有効な手法を

開発し、競合する手法より性能が良いことを示した。

この手法を誌上発表した上、ソフトウェアを公開した。 

3) ゲノムアラインメント技術を哺乳類ゲノムの進化解

析に応用し、mtDNA の核ゲノムへの移行に関する新

説を誌上にて発表した。 

 

【平成24年度計画】 

・大量な機能未知タンパク質に対し、生命情報工学研究

センターで培ったアミノ酸配列解析技術（タンパク質

局在予測等）を応用した機能アノテーションを行い、

共同研究を通じた検証を行う。また、高精度な局在予

測や切断部位予測など、新規な配列解析技術開発に着

手する。 

【平成24年度実績】 

・タンパク質の核外移行シグナル・データベースと予測

サーバ（ValidNESs）を誌上とウェブにて公開した。

実験グループ（理研、他）と共同研究を行い、タンパ

ク質の新規核内移行シグナル候補を発見し、誌上にて

発表した。赤痢アメーバのゲノム解析を行い、新規外

膜タンパク質の候補を同定した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成 23年度に報告した MENe/b、 MENa、 U7-
ncRNA の機能と作用機序の解析を行う。特に細胞内

構造体における RNA と相互作用する、疾患の原因と

なるタンパク質を含むタンパク質因子の解析を重点的

に実施する。さらに新たな細胞内構造体局在 RNA の

探索を、完全長 cDNA リソースを利用したスクリ－

ニングと、細胞分画と配列解析を組み合わせた

Subcellular RNomics 解析によって実施する。RNA
の化学修飾について生合成の反応機構を解析し、生合

成因子の翻訳後修飾が RNA 修飾反応にどのように機

能しているかを解析する。 

【平成24年度実績】 

・MENe/b（NEAT1に改名）の生合成過程と共役した

細胞内構造体構築機構の解明、MENa（Malat1）の

核内局在化配列の特定、U7の新しい細胞周期特異的

遺伝子発現制御機構の解明に関する成果をまとめ

EMBO J, RNA, PNAS 誌に論文発表し、2回のプレス

リリースを行った。完全長 cDNA リソースを用いて

新しい RNA 依存的な核内構造体を発見した。また

RNA の化学修飾の生合成酵素について立体構造に基

づいた機能解析を行い、活性中心付近におこる翻訳後

修飾が反応を制御していることを示唆した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 得られた生合成遺伝子クラスターを数種の放線菌ホ

ストへ導入し、異種発現システムによる化合物生産を

進める。また、植物、海洋生物中に含まれる生理活性

物質も、放線菌異種発現システムの対象として拡大し、

物質生産を進める。 

2) 転写因子複合体解析をさらに進めるとともに、質量

分析用サンプルの前処理工程のラベリングを含めた全

ての工程をロボットにより自動化・最適化し、定量プ

ロテオーム解析のみならず定量ネットワーク解析へと

応用し、高度化する。 

【平成24年度実績】 

1) BAC を用いてクローニングした放線菌由来の生理

活性物質の生合成遺伝子クラスターについて異種発現

生産を行い、20種類以上の化合物の生産に成功した。

放線菌コドンに変換した珊瑚由来の生合成遺伝子を用

いた異種発現生産にも成功した。  

2) ロボットによりシステムを自動化し、タンパク質複

合体の定量解析プラットフォームを構築した。大腸癌

と関連する Wnt 経路を計測し、刺激によりβ－カテ

ニンが核移行し TCF7/LEF1と複合体を形成すること

を、1細胞あたり5-10分子のレベルで絶対定量するこ

とに成功した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 薬物探索計算技術を高度化し、多様な標的に使える

技術、活性の推算手法、induced-fit を考慮した分子

設計システムを開発する。 

2)  TAF-I β -Histone-H3-H4 、 CIA-HistoneH3-H4-
Mcm2複合体の結晶構造解析、ヒストンシャペロンと

相互作用する巨大複合体の精製法について、タグ精製

手法を検討し、精製系の確立を推進する。 

3) NMR でのタンパク質-化合物相互作用解析法を高

度化し、高分子量タンパク質中での化合物と相互作用

する部位、アロステリックな構造変化領域を、迅速・

高精度に解析する手法を確立する。 

【平成24年度実績】 

1)薬物探索計算技術を高度化し、膜タンパク質 GPCR
であるµ受容体に適用し、約20個の活性化合物、3種

類活性の強いリード化合物を見出した。  

2)ヒストン H3の N 末端欠失変異体を用いて、CIA-
HistoneH3-H4-Mcm2複合体の板状結晶を得た。細胞

内シグナルを撹乱するピロリ菌の発癌蛋白質 CagA
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の立体構造を決定した。  

3) 化合物に対する直接相互作用点を同定する新たな

NMR 手法を開発し、多剤耐性タンパク質に適用した。

従来法との差分により、直接結合とアロステリック構

造変化を峻別できた。 

 

1-(3)-② システム生物学的解析を用いた創薬基盤技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・転写制御、シグナル伝達、代謝に代表される、細胞内

のネットワーク、パスウェイ等の推定やシミュレーシ

ョンにより、創薬に必要な化合物の設計と合成、標的

分子を推定する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・多数の亜種間を含めた比較ゲノム解析を基盤として、

二次代謝系遺伝子の予測の正確性の向上とともに転写

制御領域等の機能を予測する技術を開発する。糸状菌

が生産する抗菌活性物質を探索し、生合成に必要な遺

伝子を推定する。カシミヤ等の獣毛の判別に関して、

加工された繊維を用いた正確性の評価により、実用的

価値の向上を図る。 

【平成24年度実績】 

・比較ゲノム科学的な方法を駆使することにより、二次

代謝系の遺伝子クラスタを網羅的に予測するための基

盤技術を開発した。抗菌活性物質を生産する糸状菌の

ゲノム解析・発現解析を行い、生合成遺伝子を推定し

た。加工されたカシミヤ等の獣毛からの DNA 回収法

の改良により、判別の正確性を向上させるとともに実

用的な利用法を考案した。 

 

【平成24年度計画】 

1) 平成23年度に開発したネットワークスクリーニング

手法を応用し、疾患特異的ネットワーク及び要因分子

候補を絞り込む。 

2) サンプルの表現型の統計解析を用いたトランスオミ

クス解析法を開発し、疾患特異的な分子機能推定、新

規疾患分子マーカー発見への貢献を目指す。 

3) プロテオミクス計測データの処理システムを開発し、

得られるネットワークの解析法を開発する。 

【平成24年度実績】 

1) ラット2型糖尿病についてマイクロアレイデータか

ら疾患要因分子候補を選定し、中国科学院で動物モデ

ルにおいてその検証を行った。 

2)  Fred Hutchinson Cancer Research Center の

Hanash 博士の肺がん細胞株のプロテオミクスデータ

から、表現型相異指向解析法により肺がん特異的タン

パク質群の特定を行った。 

3) 産総研のタンパク質絶対定量システムにおいて、

MRM 計測データからタンパク質絶対定量に自動変換

する技術を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・ラット脳下垂体視床下部の性分化においてエストロゲ

ンによって誘導されるシグナル伝達経路に関して上流

や下流のタンパク質についてさらに細胞生物学的解析

を進め、また、複数の阻害剤の影響について検討する

ことで、我々が明らかにしたシグナル伝達経路の確認

を行う。 

【平成24年度実績】 

・ラット脳の視床下部の性分化の過程においてエストロ

ゲンにより遺伝子発現の変動が誘導される PKCdelta
をもとに、それに関わるシグナル伝達経路の上流や下

流に位置するシグナルメディエーターについて視床下

部の特定領域で活性が上昇していることを見出し、エ

ストロゲンに応答する性分化で細胞運動により性差が

形成されるという仮説に対する証拠を得た。また、エ

ストロゲン様作用を示す化学物質の解析で特定のシグ

ナル伝達経路を介さないことによる経路の選択性があ

る証拠を得て論文発表した。 

 

1-(3)-③ バイオデータベース整備と利用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・遺伝子や生体分子に関する情報の高度な利用を促進す

る情報データベースやポータルサイト等を構築する。

また、ヒトの遺伝子、RNA、タンパク質、糖鎖情報

等の整備及び統合を行うとともに、診断技術等の利用

技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・糖鎖不均一性解析法を疾患バイオマーカータンパク質

に適応し、疾患に関連した糖鎖変化の解析を行う。ま

た解析精度などを改善し、混合物での解析を目指す。 

【平成24年度実績】 

・糖鎖不均一性をハイスループットに、かつ大規模に解

析するためのプログラムツールの開発を進め、質量分

析データから、糖ペプチドシグナルを選択的に選別し、

それらのコアペプチドを推定するプログラムについて、

パラメーターの至適化と改善を行った。このプログラ

ムを疾患バイオマーカタンパク質に適用し、このマー

カー上に存在する糖鎖バラエティーを解明した。 

 

【平成24年度計画】 

・がんマーカー探索において集積したヒト糖タンパク質

データを二次利用して糖タンパク質データベース

（GlycoProtDB)に格納し、解析、公開を目指す。糖

転移酵素ノックアウトマウスのグライコプロテオーム

情報を集積し、データベース資源とする。 

【平成24年度実績】 

・マウス組織において糖タンパク質を分析し、同定した
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2,500種あまりの糖タンパク質とその糖鎖結合部位を

糖タンパク質データベース（GlycoProtDB）に掲載

し、公開した。また糖鎖遺伝子ノックアウトマウスに

おける糖タンパク質の網羅的同定解析の成果について

論文を執筆し、そのデータの登録を準備した。 

 

【平成24年度計画】 

・ライフサイエンス分野における情報統合及び連携とし

て、セマンティック WEB 技術によりデータベースと

協調動作できる解析ツールの拡張や解析基盤技術の開

発を行い、知的バイオ情報解析システムとしての発展

を目指す。 

【平成24年度実績】 

1) 統合的に利用する基盤技術の開発を実施し、プラッ

トフォーム型のサービスとして RNA 解析や分子解析

に関する、2つワークフローの開発・拡張・公開を実

施した。 

2) セマンティク技術を用い、所内で開発された独自の

解析ツールとデータベースに格納された RDF 形式の

データとの連携可能な基盤技術を構築し、サービスと

して公開した。 

 

【平成24年度計画】 

・高速かつ省メモリを実現するアルゴリズム、ソフトウ

エアを開発し、一般に供与する。バイオデータベース

の利用に関する暗号理論を用いた情報保護技術を開

発・発展させ、実用的なシステムとすることで、オー

プンイノベーションの促進を目指す。 

【平成24年度実績】 

・後期戦略予算「データベースの秘匿検索技術の開発」

を獲得し、以下の成果を得た。まず、楕円曲線暗号に

関して世界的に著名な技術者である、光成滋生氏と協

力し、暗号演算部分の高速実装を完成させた。これに

より、既存特許に抵触せずに研究を進めることができ

る。また、数百万件の化学分子データベースである

PubChem に本手法を適用し、実用的な検索システム

を作り上げた。 

 

【平成24年度計画】 

1) H-InvDB に転写制御に関する新データを追加して

更新し、疾患遺伝子候補や創薬ターゲット候補の探索

空間としての価値を高める。また各種データベースを

活用した疾患ネットワーク研究に取り組む。リンク自

動管理システムについては、モデル生物版と新着デー

タ配信機能を開発する。MEDALS の整備と運営を継

続する。 

2) データベースを改良することにより、細胞内局在画

像のアノテーションをもとにデータの抽出ならびにカ

テゴリー化を可能にし、細胞内局在情報を基礎研究か

ら応用研究まで活用できるようにする。 

【平成24年度実績】 

1) 平成24年4月に、全データを更新したヒト遺伝子統

合データベース H-InvDB の新リリース8.0を公開し

た。また、プロテオーム研究のための配列データ H-
EPD や、ヒトのタンパク質複合体に関するデータベ

ース PCDq を新たに公開した。MEDALS の運営では、

各種データベースの新着データ配信システム

BioDBScan を開発して公開した。  

2) HGPD データベースから1万8千種類のヒトタンパ

ク質の細胞内局在画像を一般公開し、Nucleic Acids 
Res.誌に論文発表を行った。 

 

２．健康な生き方を実現する技術の開発 

【第3期中期計画】 

 心身ともに健康な社会生活を実現するために、高齢者

のケア、健康の維持増進、社会不安による心の問題の解

決等の観点から健康な生き方に必要な開発課題に取り組

む。具体的には、ストレス等を含む心身の健康状態を定

量的に計測する技術の開発を行う。また、その計測結果

に基づいて、個人に適した治療やリハビリテーションに

よる健康の回復、維持増進を支援する技術の開発を行う。 

  

2-(1) 人の機能と活動の高度計測技術 

【第3期中期計画】 

 個人の状況に応じて心身共に健康な生活を実現するた

めに、人の心と行動を理解し、健康生活へと応用するこ

とが必要である。そのために脳神経機能及び認知行動の

計測技術、人の生理、心理及び行動の予測に資する技術

の開発を行う。また、高齢者や障害者の生理、心理及び

行動データを基にした、安全性や快適性の確立に資する

標準化活動を行う。特に、空間分解能を維持しつつ、ミ

リ秒オーダーの時間分解能で脳神経活動を計測する技術

の開発を行う。 

  

2-(1)-① 脳神経機能及び認知行動の計測技術の開発と

人間の心と行動の理解、モデル化、予測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・脳神経機能と認知活動に関して、空間分解能を維持し

た状態でミリ秒オーダーの時間分解能の実現による脳

の領域間の相互作用の評価等を非（低）侵襲、高解像

度で計測する技術を開発する。また、得られたデータ

から人の認知処理容量の定量化や機器操作への適応等

心理状態、認知行動を評価及び予測するモデルを開発

する。 

 

【平成24年度計画】 

・高精度な脳活動可視化技術と脳活動時系列の因果関係

解析技術を組み合わせて、非侵襲な脳活動計測データ

から、複数の脳領域における神経活動の間の相互作用

を定量的に評価する技術を開発する。 
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【平成24年度実績】 

・平成23年度までに実現した、MEG と fMRI を用いた

3次元物体知覚に関する脳活動の高精度な可視化結果

に対して、線形回帰モデル推定に基づく脳部位間の活

動の因果関係解析技術を適用する実験を行った。これ

により、後頭部高次視覚野と空間処理を担う上頭頂部

との間の神経信号の流れを定量的に評価することが可

能であることを、実データを用いて示した。 

 

【平成24年度計画】 

・脳全体の酸素代謝を推定するために必要な複数の計測

モダリティを相互補完的に併用する生体物理・生理特

性計測技術を開発し、安静下での人間工学実験によっ

てその有効性を検証する。また、認知資源の配分を必

要とする人間工学実験系の検討を継続し、データを蓄

積する。 

【平成24年度実績】 

・脳全体の酸素代謝を推定するために必要な複数の計測

モダリティ（近赤外光、超音波）を相互補完的に併用

する生体物理・生理特性計測技術を継続して開発し、

安静下での人間工学実験によってその有効性の検証を

進めた。その結果、頭部血管を対象とする計測により、

脳代謝が推定できる可能性を得た。また、認知資源の

配分を必要とする人間工学実験系の考察、選択を進め

た。その結果、構えと注意の制御に係る認知課題にお

いて、脳部位間の機能的結合を示唆する知見を得た。 

 

【平成24年度計画】 

・若齢者で認められたトップダウン制御とボトムアップ

制御の効果量が共変する関係について、異なる課題を

用いて一般性を実験的に確認する。また、認知課題遂

行中の脳活動を計測し、情報処理モジュールと脳活動

との関係を検討する。それらの成果に基づいて、複数

の情報処理モジュール間の情報伝達様式についてモデ

ル化を行う。 

【平成24年度実績】 

・トップダウン制御およびボトムアップ制御の効果量を

個別に定量化できる空間手がかり課題を用いて、中心

手がかりの効果量と周辺手がかりの効果量が共変する

ことを確認した。また、トップダウン情報処理モジュ

ールの働きが想定される複数の認知課題について脳波

計測実験を行い、共通する脳活動の同期パタンがある

ことを明らかにした。3つの情報処理モジュール間の

情報伝達について脳細胞群の平均膜電位を評価するシ

ミュレーション実験を行い、接続様式によって同期性

のパタンが非線形的に変化することを明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・視覚的認知メカニズム解明の研究では、平成23年度ま

でに確立した適応モデル動物を用い、脳が状況・文

脈・動機に合わせて柔軟な制御を行っている際の単一

神経細胞活動の記録を行い、内的変数（動機・記憶や

注意）や外的変数（刺激パターン等）と神経細胞活動

との相関をミリ秒の時間分解能で解析する。脳の運動

制御メカニズムの研究では、腕と眼に共通する運動制

御メカニズム、あるいは異なる情報処理機構メカニズ

ムの解析を行うための新たな実験パラダイムの構築を

進める。 

【平成24年度実績】 

・視覚的認知メカニズム解明の研究では、ある事柄につ

いて、異なる状況の下では異なる意味として柔軟に認

識するための神経活動が霊長類の脳の嗅周囲皮質に存

在することを確認し、国際誌で発表した。脳の運動制

御メカニズムの研究では、学習課題中の大脳皮質の神

経活動を眼球運動制御の観点から解析し、学習による

運動の変化は大脳皮質では説明できないことを明らか

にした。また特定の物体に向かう眼球運動を制御する

情報処理メカニズムを解明し、国際誌で発表した。 

 

【平成24年度計画】 

・運動野以外の機能領野での脳機能信号検出の検証や、

全身性信号と覚醒度等の他の生理指標との相関の検証

を通して、血流動態モデルに基づく信号分離法のより

広汎な検証を行う。また、毛髪雑音の誤差伝搬機序の

解明とその除去方法の開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・血流動態モデルに基づく信号分離法および fNIRS 多

重配置法の有効性検証のため、発語時の前頭前野脳活

動を対象とした計測を試みた。プローブホルダ技術の

改良により、皮膚血流信号成分の除去については大き

な進歩がみられたが、脳機能性信号については結果と

して十分な強度の信号は得られなかった。fNIRS 計

測での毛髪雑音／プローブ固定不備の影響低減技術に

ついては、影響評価方法, 固定器具などの開発を体系

的に進め、特に各プローブごとの固定の良さを評価す

る手法を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・認知行動や環境情報を評価・予測するモデルを構築す

るために、大量データからの機械学習・データマイニ

ングアルゴリズムの構築を行う。平成24年度は引き続

き数理的なアプローチにより認知モデル化やモデルの

最適化手法の開発を試みる。応用面では、推薦システ

ムにおける検索行動・購買行動予測などをさらに高精

度化するとともに、プライバシー保護やデータ解析の

公正性に着目した研究に着手する。また、引き続き画

像から認知行動や環境情報を抽出するためのコンピュ

ータビジョン技術の高精度化、高速化を行う。 

【平成24年度実績】 

・人間の認知モデル化については、カテゴリー理論によ



資 料 

(1132) 

 
 

 
 

って認知容量をより正確に評価する手法を提案した。

大量データからの機械学習のモデルの一つとして、発

火過程ネットワークという学習の容易なモデルを提案

し理論解析を行った。また社会的公正性に配慮したパ

ターン認識アルゴリズムを構築し、実データで有効性

を確認した。コンピュータビジョン技術についてはビ

デオ画像からの高速なフロー抽出法を応用し、道路の

路面を高精度で検出することに成功した。 

 

2-(1)-② 日常生活における人間の生理、心理及び行動

の統合的計測と健康生活への応用技術開発とその国際

標準化（Ⅳ-3-(1)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の

生理、心理及び行動情報を計測し、健康及び安全状態

を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、

新たに5件程度の ISO 提案を目指した標準化活動を行

う。 

 

【平成24年度計画】 

・ロービジョンの適正照度については、標準化提案に向

けてさらに追加実験を行う。CIE（国際照明委員会）

に新しく設立した TC（技術委員会）にて、視野に関

する TR 案1編の審議を行う。高齢者の聴覚特性及び

音声アナウンスの ISO 規格案各1編、並びに AD に関

する ISO/TR 改訂案1編の国際審議を進める。公共空

間の音案内に関しては、JIS 及び実験結果を基にした

ISO 規格1編を提案する。また、国交省ガイドライン

改訂版に同 JIS を反映させる。その他、新規提案し

た ISO 規格案3編の国際審議を進める。 

【平成24年度実績】 

・ロービジョンの適正照度の標準化提案に向けた追加実

験を実施した。CIE（国際照明委員会）に新しく設立

した TC（技術委員会）にて視野に関する TR（技術報

告書）案1編の審議を開始し、引き続き検討すること

となった。公共空間の音案内 JIS 原案1編を作成し、

同 JIS 原案に対応した国交省バリアフリーガイドラ

イン改訂版の原案を作成した。また、高齢者の聴覚特

性及び音声アナウンスの ISO 規格案各1編、アクセシ

ブルデザインに関する ISO/TR 改訂案1編、並びに新

規提案した ISO 規格案3編の国際審議を継続した。 

 

【平成24年度計画】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG12にて、光感受性発作の低減に

関する委員会原案（CD9241-391）を成立させ、国際

規格原案（DIS）登録へと進める。また、立体映像の

生体影響低減に関する作業原案（WD）を作成し、委

員会原案（CD）登録へと進める。 

 

【平成24年度実績】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG12にて、光感受性発作の低減

に関する委員会原案（CD9241-391）を成立させ、国

際規格原案（DIS）登録を実施し、DIS 投票を開始し

た。また、立体映像の生体影響低減に関する作業原案

（WD9241-392）を作成し、委員会原案（CD）登録

に向けた作業を完了した。 

 

【平成24年度計画】 

・日常的タスクのディマンドを行動や環境の観測に基づ

いて推定する手法を構築するために、機器操作に関係

する認知特性やスタイル、機器操作経験などの認知的

パフォーマンスに関する個人特性がタスク行動に与え

る影響を分析する。 

【平成24年度実績】 

・機器操作のための制御能力、先読み、選択的注意やプ

ランニングという認知的パフォーマンスを簡易に計測

可能な認知テストを実施し、ユーザの層別を行った。

層別されたユーザによるタスク遂行実験を行い、認知

的パフォーマンスの低下の仕方の違いによるタスク行

動の困難さの違いを明らかにした。例えば、制御能力

の低下はタスクを指示通りに実行することを特に困難

にすることなどが分かった。また、タスク行動から認

知的パフォーマンスを推定する手法を開発した。 

 

2-(2) 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

【第3期中期計画】 

 個人の健康状態を評価するために、環境要因、ストレ

ス等を含む心身の健康状態の定量的な計測が必要である。

そのため、生体及び心の健康状態に関する分子レベルの

指標の開発、標準化に向けたデータベース構築のための

健康情報の収集、周辺環境モニタリングも含めた健康情

報を管理及び評価するためのシステムの開発を行う。 

  

2-(2)-① 分子計測による心身の健康状態のモニタリン

グ、管理技術の開発 

【第3期中期計画】 

・身体的健康状態又は鬱、ストレス、睡眠障害等の精神

的健康状態を尿、血液、唾液等の生体試料を用いて簡

便かつ迅速に検知し、時系列情報として管理できるデ

バイスや５個程度のバイオマーカー候補を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研が独自に開発したストレス性睡眠障害モデルマ

ウスを用いて、時計遺伝子機能を中心とした体内時計

への作用を検証し、睡眠障害の分子機構の解明を進め

るとともに、睡眠障害のバイオマーカー開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・ストレス性睡眠障害モデルマウスを用いて、睡眠障害

の改善作用を有する乳酸菌 SBL88を同定することに
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成功した。企業との共同開発により、慢性的なストレ

ス性睡眠障害をマウスに誘発するための専用ケージの

製品化を行った。高脂肪食負荷に伴う、行動リズムの

乱れや耐糖能異常を改善する食品成分を同定し、特許

出願を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・体内時計の調節に関連するサイトカイン産生促進・抑

制天然物質の探索を行う。また、海藻や発酵産物から

見出した血圧降下作用の可能性のある物質について、

動物実験で機能を確認する。 

【平成24年度実績】 

・生薬セキサンの成分であるリコリン、リコリシジノー

ルやカンレンボクの主成分であるカンプトテシンにお

いて生体リズム周期延長作用を見出し、周期変化と 

Bmal1転写量の相関関係を明らかにした。さらに、ア

ルカロイドのうち TNF-α産生抑制機能とα,β-

unsaturated ketones 構造の関係を明らかにし、アル

カロイド構造からの機能推定の可能性が示唆された。

また、茨城空港で販売中のヤマユリの香水の精油含有

量を高める改良を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・マルチマーカー測定チップの抗体固定において、抗体

溶液の液滴形状のさらなる安定化をめざす。液滴形状

の不均一化の要因となる流路壁面への付着等の課題に

対して、抗体固定化部の微細構造および液滴形成法の

最適化を進める。 

【平成24年度実績】 

・マルチマーカー測定チップへの抗体固定において、平

成23年度までに開発したレーザー照射による局所的な

表面処理技術を進展させ、微小流路底面へのレーザー

照射領域に抗体溶液を安定に付着させることで、抗体

の固定化が可能になった。さらに、本技術を用いて作

製したチップにより効果を実証して特許出願した。さ

らに、紙と両面テープを利用して「流す・止める」の

流体制御を自律的に行う測定チップを新たに作製し、

サンドイッチ ELISA 法によりアディポネクチンを感

度よく迅速に検出した。 

 

【平成24年度計画】 

・IL-6、TNF-alpha、レプチン、アディポネクチン、

高感度 CRPおよびインスリンなどの各種アディポカイ

ンについて、検出反応時間の短縮と同一マイクロ流路

上でのマルチ検出系の構築を目指す。 

【平成24年度実績】 

・微細化インクジェットによるマイクロ流路表面への抗

体吐出・固定法により、血中 IL-6及び TNF-alpha を

一枚のマイクロチップ基板上に形成した別個のマイク

ロ流路で同時に測定でき、また測定時間は30分で既存

の検査法の約1/6と迅速に、さらに既存法よりも高感

度かつ省サンプルに解析できる免疫反応系を構築した。

レプチン、高感度 CRP およびインスリンについては

平成24年度は実施できなかったが、アディポネクチン

測定のマイクロチップ化にも成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・遠心力送液型ラボディスクでは複数項目の同時迅速定

量を目指すとともに、測定感度の向上のための新型検

出系の検証を行い、企業との共同研究によるプロトタ

イプ開発を進める。さらに超小型センサ利用の電子体

温計型プロトタイプチェッカの高精度化を進める。ヒ

ト全唾液試料による実証研究も合わせて、産業技術化

を着実に進める。 

【平成24年度実績】 

・新型検出系として化学発光と蛍光増強表面プラズモン

の検証を行い、1pg/mL の検出感度を達成した。また、

複数項目の同時迅速定量を可能とする独自の免疫反応

構造部を考案し、企業との連携により量産型ラボディ

スクを設計した。超小型センサからの応答精度を二桁

から三桁へ向上することに成功し、高精度電子体温計

型チェッカを試作した。ヒト全唾液試料による緊張実

証研究を実施し、高精度チェッカの有効性を確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・糖尿病、高脂血症などの生活習慣病の早期診断指標と

しての酸化ストレス応答性バイオマーカーの有用性を

検証する。また、精神ストレス負荷時の脂質酸化物生

成メカニズムについてのデータの蓄積を行う。脂質酸

化物による適応応答の評価のため、ヒト上皮細胞を用

いて紫外線照射（UV-A）による脂質酸化物の生成と

適応応答の誘導について検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・糖尿病早期において増加する酸化ストレス応答性の脂

質酸化物を同定し、糖尿病およびその予備軍で当該物

質が有意に増加することを明らかとした。精神ストレ

ス負荷時には酵素的に脂質酸化物が進むことを証明し

た。ヒト上皮細胞を用いて紫外線照射（UV-A）によ

る脂質酸化物の生成を定量し、脂質酸化物の一部にお

いて細胞保護効果と細胞内の抗酸化物質の誘導を明ら

かとした。 

 

【平成24年度計画】 

・架橋アルブミンフィルムに酵素や抗体などを含有させ、

特定の機能を有するフィルムを調製するための条件を

検討する。また、複数種の細胞の共培養、浮遊細胞の

固定化、マイクロ流路内における細胞培養など、細胞

を用いた薬剤評価のために必要となる各方法の条件の

最適化を行う。 
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【平成24年度実績】 

・架橋アルブミンフィルム内に活性を維持したまま抗体

や酵素などのバイオ因子を含有させるため、複数の可

塑剤について添加濃度やフィルム形成温度を検討し、

最適な可塑剤付与方法を明らかにした。また、細胞の

共培養デザインを考案し、浮遊細胞を基板上に固定化

するために必要な細胞膜アンカーリング法を確立する

ことに成功した。更にマイクロ流路を利用して全自動

で細胞を使った薬剤等の評価が実施できる装置を開発

した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に確立した BDNF 迅速測定系は光学機器

の上に組み立てられたものである。平成24年度は実用

化へ向けて国内企業との共同研究を模索し、診断機器

プロトタイプの作製を目指す。また、消化器内科との

共同研究ではうつ病診断への有用性を検証する。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度は、国内企業2社との共同研究により、診

断機器およびその診断試薬キットのプロトタイプがほ

ぼ完成し、臨床現場での仕様検証を進めた。消化器内

科との共同研究においては、我々が開発したうつ病診

断マーカーについて測定が終了し、データの解析を進

めた。 

 

【平成24年度計画】 

・生物発光系イメージングに関して、 

1) 固層化 BAF 法の高度化を進め、新しいプロテアー

ゼ活性分析手法を確立する。また、BAF 蛋白質の結

晶化・構造解析により、天然の共鳴エネルギー移動機

構の解明を進める。 

2) 発光プローブ作製法の最適化と安価な大量調製法を

確立し、企業との共同特許出願ならびにその実用化を

目指す。 

【平成24年度実績】 

・生物発光イメージングに関して、 

1) 固層化 BAF 法を利用して耐乾燥性を持つ新たなプ

ロテアーゼ活性分析法を構築し、高感度化への性能改

良を検討し、プローブ反応性を向上させる手掛かりを

得た。また、BAF 蛋白質の電子顕微鏡像データの取

得に成功し、単粒子解析に着手した。GPCR の活性

化検知用 BAF プローブを2種試作し応答性を評価し

た。 

2) 発光プローブ作成法の最適化に関しては、独自のラ

イブラリーを用いて抗原認識ペプチドを探索し、この

ペプチドを利用することでコンパクトな発光プローブ

の作製を可能にした。 

 

【平成24年度計画】 

・抗酸化蛋白質チオールぺルオキシダーゼのうち細菌が

持つ TPx-GPx の精製、結晶化を行い、立体構造と反

応機構の解明を目指す。さらに、哺乳類が持つ同系統

抗酸化蛋白質の発現系構築を開始する。 

【平成24年度実績】 

・チオールペルオキシダーゼのうち、3種の細菌由来の

TPx-GPx を大腸菌で発現させ、精製した。これらの

結晶化条件を探索し、2種の酵素については結晶を得

た。さらに、1種の酵素については約2.5Å分解能で回

折データを得た。哺乳類のチオールペルオキシダーゼ

としてヒト由来 GPx6のプラスミドによる発現系を構

築した。しかし可溶性タンパク質を得ることができな

かったため、大腸菌のゲノムに組み込む方法を検討し、

その系の構築に着手した。 

 

【平成24年度計画】 

・1種類以上の新規ラクダ科動物由来抗体を飼育中のア

ルパカより取得する。またラクダ科動物由来抗体が変

性する原因を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・飼育中のアルパカより3種類の抗原に対する新規ラク

ダ科動物由来抗体の取得に成功した。またラクダ科動

物由来抗体の最も重要な変性要因がアミノ酸の化学修

飾であることを発見した。 

 

【平成24年度計画】 

・嗅覚受容体変異体の機能解析、種々嗅覚受容体機能発

現の条件検討を行なう。行動実験では、3組目の2系統

3匹の動物実験データの収集を進め、得られた結果を

検討し、混合臭の匂い識別に与える影響を明らかにす

る。 

【平成24年度実績】 

・嗅覚受容体変異体の機能解析では、G 蛋白質との推

定相互作用部位のアラニンスキャンを行い、2種の G
タンパク質の配列の相違で生じる感度差の原因となる

部位の絞り込み、発現条件を調べ、応答のばらつきを

低減させる実験手順を設定し、さらに、安定発現のた

めのベクター改良を行った。行動実験では、背側受容

体欠損により感度低下が生じる鏡像異性体ペアが存在

することを確認し、さらに、野生型マウスについて混

合臭で第二成分が主成分の臭いの識別に与える影響の

相違を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き NMR-メタボリックプロファイリング法の

計測解析技術の深化を図ると共に、食と健康を念頭に

試料を得て解析をすすめる。スペクトル・プロファイ

リング技術として、特に、実用的非標的分析技術・研

究開発ナビゲーション技術としても提案し、普及を行

う。特に震災で失われた高磁場機から、広く普及して

いる実用機である最新鋭中磁場機へ機器をシフトし、
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よりさらに利用に際しハードルの低い半自動化技術と

して開発をすすめる。 

【平成24年度実績】 

・多変量解析装置（コンピュータプログラム）について

の特許を取得し、物理化学的計測評価の難しい睡眠障

害マウスのストレス障害度の生体影響の可視化による

計測評価特許を申請した。ア・プリオリな変数減少法

によるバイオマーカー探索方法の着想を得た。食品科

学系の専門誌、学協会誌に解説論文を執筆した。企

業・学協会・大学の依頼・招待講演を行い、ワークシ

ョップ開催により、当該技術を用いた課題解決方法の

提案と技術普及を行った。 

 

2-(2)-② 健康リスクのモニタリング及び低減技術、健

康維持技術と健康情報の管理及び活用技術の開発 

【第3期中期計画】 

・環境に存在する50種類以上の工業用ナノ粒子、微粒子

等の健康阻害因子を高精度に計測及び評価し、因子の

除去、又は健康への影響を効果的に低減するための技

術を開発する。また、健康管理システムを構築するた

めに、心と体の健康情報を長期的に収集及び評価する

技術並びに健康逸脱状態を検出する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

1) データ蓄積に必要なマルチマーカーチップの供給を

行う。 

2) マルチマーカーによる内分泌系情報と活動情報等の

連携測定を行うとともに、結果データの拡充を行う。 

3) マーカー情報と直接連携が可能な100件以上の健診

データをヒト由来試料実験計画に基づき収集する。 

【平成24年度実績】 

1) データ蓄積に必要なマルチマーカーチップを200枚

以上、試作・供給した。  

2) 生活習慣病に関するバイオマーカー測定と同時に実

施した OGTT（糖負荷試験）結果を約60件収集し、

両者の相関に関する有用な知見を得た。  

3) マーカー測定に参加した被験者から、100件以上の

連携可能な健康診断データを収集した。 

 

【平成24年度計画】 

・マイクロ流体デバイス型 PCR 技術において流路内壁

への試料吸着を防ぐコーティング技術を開発し、遺伝

子検知の高感度化を目指す。また炭疸菌毒素遺伝子検

出用プロトタイプ装置を産業実用化するため、ユーザ

ーとの連携により要求スペックを決定し、製品プロト

タイプ装置の開発に着手する。イオン一斉分離計測デ

バイスでは、検出感度、分理能、再現性の向上を図り、

実試料の適用を進める。 

【平成24年度実績】 

・マイクロ流体デバイス型 PCR に独自のコーティング

を施し、試料吸着を抑制することで約13倍の高感度化

を達成した。大学及びユーザー企業との連携により要

求スペックを決定し、炭疸菌毒素遺伝子検出用の製品

プロトタイプ装置を2台製造した。イオン一斉分離計

測デバイスでは、90秒で陰イオン6成分を完全分離す

る泳動溶液を開発し、3種のイオンについて ppm レ

ベルの検出と0.8～1.6%の再現性を獲得した。さらに

人工海水や人工血清添加の硝酸イオン分離にも成功し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・原虫感染および循環がん細胞診断用チップでは、それ

ぞれマニュピレーターを利用して一細胞レベルでの細

胞回収と PCR などによる遺伝子解析を行い、より有

効な診断応用性を証明する。 

【平成24年度実績】 

・培養マラリア細胞を用いた一細胞レベルでの PCR に

よる熱帯熱マラリアの鑑別を可能とした。がん細胞診

断では、培養白血球へのがん細胞のスパイク実験にお

いて、がん細胞膜上に発現する膜タンパク質に関して

PCR を用いた遺伝子解析が一細胞レベルで可能にな

り、細胞チップによるがん細胞機能解析への応用性の

高さが示された。 

 

【平成24年度計画】 

・健康阻害因子の除去、または影響を効果的に低減する

ため、 

1) ヒ素選択吸着剤を複合化した FET 型イオン電極ヒ

素イオンセンサを試作し応答性を評価する。 

2) 安価な鉄系酸化物から新規細孔構造を有する過塩素

酸イオン選択性イオン交換体の開発を試みる。 

3) ナノカーボンの特性を制御・活用した新規ドラッグ

デリバリーシステムの実証研究を行う。 

4) 海藻と各種微生物との共存培養を行い、海藻生長促

進に有効な共存系選抜を実施する。 

【平成24年度実績】 

1) 簡便にヒ素濃度を計測するため、FET 型イオン電

極上にヒ素吸着剤を複合化し、ヒ素センサを試作した

が、排水基準値付近を再現性良く、応答するものは得

られなかった。新規発色性ポリマー法を用いることで、

目的濃度のヒ素を半定量することに成功した。 

2) 鉄系酸化物から新規細孔構造を有するイオン交換体

の合成は困難であったが、粘土系複合材料を用いて、

過塩素酸イオンを選択的に除去できる材料の開発に成

功した。 

3) ナノカーボンの特性を活用し、新たな分子伝送シス

テム及び機能性細胞を担体としたドラッグデリバリー

に必須な生体内遺伝子発現制御システムの開発に成功

した。 

4) 単離した海藻付着微生物の中から海藻生長促進に有
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効な微生物を2種類選抜できた。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、マウス嗅覚受容体発現メダカ

作製を推進するとともに、メダカ個体を用いた新規の

化学物質検出系の構築を目指す。また、脊髄損傷モデ

ルメダカおよび回復過程評価系を開発し、回復過程に

おける細胞・分子レベルの解析を行ない、機能評価に

必要となる脳活動可視化のためのソフトウエア開発に

着手する。 

【平成24年度実績】 

・神経特異的発現活性を有する KIF5A プロモーターを

用い、マウス嗅覚受容体をメダカに発現させる系を試

みたが、致死率が高く、遺伝子導入個体を得られなか

ったため、他のプロモーターを探索し、2種の候補を

得た。また、脊髄損傷モデルメダカを作成し、行動学

的回復評価系を確立し、神経可視化メダカや免疫染色

法により、損傷部付近での神経細胞やグリア細胞の動

態を調べた。また、共焦点顕微鏡像からメダカの脳を

3次元的に可視化するための効果的な3次元体積の補間

方法を実装したソフトウェアを開発した。 

 

2-(3) 健康の回復と健康生活を実現する技術 

【第3期中期計画】 

 健康な社会生活を実現するために、人の生理、心理及

び行動や生体及び心の健康状態に関する指標に基づいて、

失われた運動能力や認知能力を補い、個人の健康状態に

適した暮らし方を支援する技術や、リハビリテーション

等の健康回復、維持増進を支援するための技術の開発を

行う。また、患者と医療従事者の負担を軽減するための

技術開発を行う。 

  

2-(3)-① 生体情報計測に基づく軽負荷医療及び遠隔医

療支援技術の開発 

【第3期中期計画】 

・患者と医療従事者の負担軽減を目的として、生体組織

の物理的、生理的計測情報を高度に組み合わせ、計測

時間の短縮や試料採取量を減らすことにより、低侵襲

治療を支援する技術を開発する。また、先端的材料技

術や電子機械技術を融合し、手術手技研修システム技

術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

1) 外科手術で使用する止血デバイスについて安全性試

験法を開発するとともに、プラズマが効果的な止血を

生じるメカニズムを検討する。 

2) ナノチューブの分散・修飾法について改良を加え、

近赤外発光を活用した抗原抗体反応の検出システムを

高感度化する。 

3) 近赤外光を検出する半導体センサーを活用したイメ

ージング装置の試作を進める。 

4) NEDO がん超早期診断プロジェクトにて開発した

発がん動物モデルの解析を進めて、検査マーカー探索

や創薬標的探索に用いる事ができるように、最適化す

る。 

【平成24年度実績】 

1) 企業との連携を確立できたことで、医療機器として

薬事申請を行うためのプラズマ止血デバイスの開発が

スタートした。また、文部科学省・新学術領域研究

「プラズマ医療科学」の活動をスタートすることがで

きた。 

2) 関連の特許を出願した。 

3) 1200nm の波長を検出できる結晶半導体によるカメ

ラを完成した。 

4) 動物モデルを確立し、すい臓がんについて、新しい

発がん経路を見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・磁気共鳴による弾性画像計測法（MRE）の加振法を

改良し、従来方式との比較実験を行う環境を整備する。

また、手持ちできる穿刺支援装置の試作を継続する。

手術室-教育ラボ間および手術室内隣接型での遠隔手

術指導症例を蓄積する。一方、記録した症例について

自習システムを試作し、医療現場での教育カリキュラ

ムへの導入に必要な要素を抽出する。 

【平成24年度実績】 

・弾性画像計測法（MRE）については、従来方法との

比較実験について加振方法のプロトタイプを製作した。

また通常の診断 MRI 装置で患者に対して臨床試験を

行った。穿刺の手応えをフィードバックする手持ち穿

刺支援装置については、臨床現場と同じく針に曲がり

が生じた条件でも、フィードバック機能が正常に動作

することを確認した。遠隔手術指導については、筑波

大学附属病院-医療技術ラボ間での遠隔手術指導1症例

を実施し、上級者と初級者の両方の教材としても有効

であるとの評価を得た。自習システムについて、一次

試作を開始した。 

 

2-(3)-② 身体生理機能や認知機能の理解に基づき心身

機能を維持増進する技術や回復（リハビリテーショ

ン）する技術の開発 

【第3期中期計画】 

・加齢に伴う知覚能力減退に起因する歩行困難等を緩和

し、安心して生活できる社会を実現するために、認知

及び運動の相互作用特性の計測、評価及びデータベー

スに基づいた視覚障害者に対する聴覚空間認知訓練シ

ステムを開発する。また、心身活動の維持に適合した

製品や環境設計技術、心身活動の回復（リハビリテー

ション）や増進を支援する技術を開発する。 
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【平成24年度計画】 

・視覚障害者のための聴覚空間認知訓練システムについ

て、平成23年度に実施予定でありながら震災の影響で

遅れている正式リリース版の完成を平成24年度に実施

する。 

【平成24年度実績】 

・汎用 PC と量産されている低価格のセンサのみを使用

した視覚障害者のための聴覚空間認知訓練システムを

確立し、正式版として産総研 Web サイトなどにて公

開した。 
 

【平成24年度計画】 

・立体映像酔い評価システムをより簡便に利用しやすい

システムとするために、映像中の視差等の生体影響要

因の表示に関わるインターフェースを構築するととも

に、基盤となる生体影響モデルの出力を生体影響計測

結果と比較することで、その精度向上を図る。住宅に

おける暖冷房により起こる部屋間の温度の違いが人の

健康に及ぼす影響を調べる。そのため、実験環境を構

築し、青年と高齢者を対象に生理・心理反応を測定す

る被験者実験を実施し、住宅における室間温度差の許

容範囲を検討する。 

【平成24年度実績】 

・映像中の視差等の生体影響要因の表示に関わるインタ

ーフェースを構築した。さらに、両眼間幾何学的ずれ、

両眼間クロストーク、映像酔いに関する生体影響特性

計測の結果を、生体影響モデルに反映することで、そ

の妥当性を向上させた。住宅内の低温や暖房による影

響を調べる実験を実施し、皮膚温には高齢男性と青年

男性で有意な年齢差を認めなかったが、血圧の上昇や

主観申告・評価の悪化に加齢の影響を確認して低温環

境の影響に関しての評価軸を明らかにし、裸体時の許

容室温範囲を導出した。 

 

【平成24年度計画】 

・心身活動の回復や増進については、精神ストレス緩和

技術の構築を目指して、運動習慣やリラクゼーション

の果たす効果を統合的に調べ、急性および慢性効果の

検討を行う。健康支援のための生体情報計測技術につ

いては、改良を加えた脈波測定装置を用いて各種刺激

により手掌の脈波変化を観察し、その機序を検討する。

運動機能訓練や生活支援技術については、リハビリ用

の自転車ペダル機構について関節可動範囲に応じた最

適運動軌跡とその機構を見いだし、水素吸蔵合金を活

用した高出力で柔軟性のあるアクチュエータの技術構

築を行う。 

【平成24年度実績】 

・心身活動の回復や増進についての研究では、精神スト

レス時に生じる血圧上昇には内臓血流応答が関与し、

その抑制に運動習慣が効果的であることを、更に、姿

勢変化に伴う血圧の適正化は、トレーニングによる左

心室等の構造的変化に関係することを明らかにした。

健康支援のための計測技術では、感覚刺激による掌指

部の脈波応答の部位依存性を見出し、運動機能訓練と

生活支援技術については、股関節筋を有効利用できる

リハビリ用自転車のペダル機構を試作し、水素吸蔵合

金を用いたソフトアクチュエータの機能向上のための

材料開発を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・脳梗塞後に損傷部位やその周囲で生じる、興奮性神経

細胞死や神経回路の再編成の神経学的基盤を、小動物

モデルであるラットと、人に近い霊長類モデルである

サルの両者を用いて明らかにする。具体的には、これ

らの神経細胞レベルの変化に伴う神経細胞の組織学的

および生理学的変化を、これまでに確立してきたタン

パク発現解析法や自由行動下での単一ニューロン活動

計測法により解析し、脳損傷後のリハビリの背景にあ

る脳内神経回路変化の解明につなげる。 

【平成24年度実績】 

・脳損傷後の機能回復に伴う神経回路の再編成を調べる

ために、リハビリ訓練によって把持動作の回復が見ら

れたサルに対してイメージングおよび電気生理学的解

析を行った。損傷周囲の運動野で神経活動の変化がみ

られ、直下の白質において神経線維の構造的変化を示

唆するシグナルの上昇が見られた。白質領域ではミエ

リン鞘の形成に関わるオリゴデンドロサイト前駆細胞

が増加していることが、マーカータンパクの発現から

示唆された。これらの脳内変化が、把持動作の機能回

復にかかわる運動出力を強化している可能性があるこ

とを見い出した。 

 

【平成24年度計画】 

・歩行困難の緩和と心身活動の増進を支援するための歩

行評価システムについて、以下の3つの研究を実施す

る。 

1) 歩行データベースを健常者から、高齢者へ拡張し、

50名以上のデータを蓄積、モデル化する。 

2) 転倒リスク評価技術を研究し、身体装着型のセンサ

や環境埋込型の力センサなどで簡易に転倒リスクを評

価するシステムを開発する。 

3) 実生活環境下での転倒状況を知るための転倒画像デ

ータを10例以上収集する。 

また、前年度からの継続として、開発した評価システ

ムを試験運用し、評価の可視化により歩行習慣が定着

するか、長期的に歩容が変容するかどうかを検証する。 

【平成24年度実績】 

・歩行困難の緩和と心身活動の増進を支援するために、

トレッドミルと力センサによる歩行評価システムを開

発した。この基盤として、 
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1) 健常者121名、高齢者44名の歩行データを蓄積しモ

デル化した。 

2) 転倒リスク評価技術に組み込んだトレッドミルシス

テム（埋込型）、加速度センサシステム（装着型）を

開発した。 

3) 実生活環境下の監視カメラ画像から転倒画像データ

を15例収集し、それを教師信号としてカメラ画像から

の転倒自動認識技術を開発した。歩行評価システムを

気仙沼等で試験運用し、歩行評価結果を可視化した結

果、転倒リスク低減効果が確認された。 

 

2-(3)-③ 人間の心身活動能力を補い社会参画を支援す

るためのインターフェース等の技術開発 

【第3期中期計画】 

・現状の運動能力や認知能力を補い高齢者、障害者、健

常者等のより高度な社会参画を可能にする技術（従来

の2倍以上の意思伝達効率のブレインマシンインター

フェースや、柔軟で1V 程度の低電圧駆動が可能な運

動アシスト機器等）を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・柔軟で1V 程度の低電圧駆動が可能な運動アシスト機

器等を開発するため、導電性が優れ、かつ柔軟性のあ

るカーボンファイバーからなる電極を開発し、この柔

軟性電極をもちいて、高伸縮性のアクチュエータを開

発する。伸縮率の目標値を5%以上とする。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度はカーボンファイバー柔軟性電極からなる

アクチュエータの実用化研究を企業と共同で開始した。

アクチュエータ性能を伸縮率5%へ向上させる為、産

総研で開発されたスーパーグロースカーボンナノチュ

ーブを用い、ポリマー、イオン液体との分散技術を改

良した。また、電荷移動錯体を電極層に添加すること

で、アクチュエータの実用的課題である DC 通電時の

長期耐久性が改良できることを見出した。 

 

【平成24年度計画】 

・柔軟で1V 程度の低電圧駆動が可能な運動アシスト機

器等を開発するため、電気活性のある導電性微粒子を

高分子に分散させた伸縮性電極の電場伸縮機構に関す

るナノレベルからマイクロレベルのモデルについて、

計算機実験、および、電気化学、アクチュエータ評価

実験手法により詳細に調べ、材料設計指針を得る。特

にカーボンナノチューブ電極における高速電気伸縮応

答のメカニズム（電気二重層／レドックス反応の2種

類のメカニズム）について、条件をかえて詳細に調べ、

明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度は、イオン存在下多孔性電極のモンテカル

ロシミュレーションに関して、電圧印加時における多

孔性電極のミクロな応力発生と、孔径とイオン径の関

係、媒体の誘電率、加えた印加電圧との関係を明らか

にした。カーボンナノチューブ電極の高速電気応答に

ついて、さらに、本年度は異なる形状である、糸状の

カーボンナノチューブを作製し、電解液中での応答を

調べた。フィルムと同様の変形応答を確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・樹脂製ヘッドギアのさらなる小型化と構造の単純化を

行い、快適性や装着効率を高める。また、脳波総選挙

システムをベースとしてユーザーが効率よく楽しみな

がら脳情報を収集可能なアプリケーションの開発を行

い、最重度の運動機能障がい者向け意思伝達支援やニ

ューロマーケティングなどへの応用を加速する。 

【平成24年度実績】 

・ヘッドギアの形状変更や充電式脳波計の導入によって

ポータブルな脳波計測システムのハードウェア面にお

ける改良に成功した。また、脳波解析アルゴリズムの

向上による脳内意思解読効率の向上や眼球運動を必要

としない「紙芝居方式」の刺激法の導入により、ソフ

トウェア面においても意思伝達支援技術の実用化を進

めることに成功した。さらに、その方式をマーケティ

ング分野に応用したシステムにおいて刺激提示手法の

最適化などを行い、短時間で効率よく製品写真などに

対する潜在的脳情報にアクセスするシステムの開発が

進んだ。 

 

３．生活安全のための技術開発 

【第3期中期計画】 

 疾患の予防や社会生活における事故防止、高齢化社会

の到来による介護負荷の軽減、ネットワーク社会におけ

る消費者の保護等、日常生活にかかわる生活安全のため

の情報通信技術（IT）にかかわる開発を行う。具体的

には、ストレスセンシングなど生活安全にかかわるセン

サ技術、高齢者や被介護者等の日常生活を支援するセン

サ技術等の開発を行う。また、日常生活における人との

インタラクションが必要となる生活支援ロボットの実環

境での安全性を確立するための基盤技術の開発を行い、

安全規格を定める。 

  

3-(1) IT による生活安全技術 

【第3期中期計画】 

 安全・安心な社会生活を実現するため、情報通信技術

（IT）にかかわる研究開発を行う。具体的には、バイ

オケミカルセンサ等センサシステム自体の開発と併せて、

センサを用いた人や生活環境のセンシング技術、センシ

ングデータの解析やモデル化技術に基づいた異常検出や

リスク分析及びリスク回避の技術開発を行う。さらに、

消費者の情報や権利を保護するための情報セキュリティ

対策技術の開発を行う。 
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3-(1)-① 生活安全のためのセンサシステムの開発 

【第3期中期計画】 

・生活習慣病の迅速診断、感染症対策のためのウイルス

の検出、ストレスセンシングを目的として、導波モー

ドや新蛍光材料を用いたバイオ・ケミカルセンシング

システムを開発する。また、予防医療につながる眼底

の高精度診断のために、画像分光や能動的光波制御を

用いた眼底イメージング装置を開発し、5µm 以上の

分解能を実現する計測技術を開発する。 

生活環境下における有毒ガス等の分光検知を目指して、

複数ガスの遠隔分光に適した200～500GHz 帯におい

て、従来検出器の1/5以下の最小検出電力を持つ高感

度超伝導受信器を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き高感度化と高選択性を目指し、

センサチップ表面の構造の最適化を行う。また、セン

サチップ表面の構造制御を簡便に行うプロセス技術を

開発する。 

【平成24年度実績】 

・局在プラズモンモードを用いたセンサチップの表面構

造を最適化し、可視光領域で高感度にウイルス検出を

行うことに成功した。また、この表面構造のレプリカ

を作製する技術も開発し、量産化の目途をつけた。 

 

【平成24年度計画】 

・テルビウム錯体の細菌に対する認識能について、モデ

ル化合物を使って検証する。また、医療現場における

細菌の簡便な検出法の確立に向けて、1,000万 cfu/ml
程度の少ない細菌数でもイメージング可能な蛍光試薬

を開発し、実際の細菌に作用させて検証を行う。 

【平成24年度実績】 

・モデル化合物を使って、細菌表面に存在するリン酸基

が、テルビウムイオンを認識して錯体を形成すること

を実証した。得られた結果を基に、開発したテルビウ

ム錯体を1,000万 cfu/ml の院内感染の原因菌に作用さ

せた結果、細菌表面においてテルビウム錯体由来の緑

色蛍光を観察することができた。 

 

【平成24年度計画】 

・生体組織内の細菌細胞を高精度にイメージングするた

めの要素技術として、細菌細胞に結合し発光する蛍光

分子を高感度検出する方法を開発する。具体的には、

標的細菌に結合した蛍光分子からの発光と背景光とを

分離する手法の確立を目指すと共に、生体組織内で光

波面を能動的に制御する新しい波面制御技術の可能性

を検討する。さらに、昨年度までに開発した画像分光

技術に基づき、位相の高精度可視化技術および生体物

質等の微量検出技術の実現を目指す。 

 

【平成24年度実績】 

・細菌細胞に結合するテルビウム錯体の発光を、背景と

なる青色蛍光から分離するために6波長を選定し、回

帰式を決定することで両者を高いコントラストで分離

することに成功した。また、生体組織中におけるイメ

ージングを実現するための入射波面の制御法として、

光波干渉を利用した波面歪みの実時間補正法が有望で

あることを見出した。さらに、分光技術に基づく複素

屈折率計測法を提案すると共に、生体組織の散乱の影

響を受けない吸光度分析法を開発し、これまでは困難

であった生体組織中の微量吸収物質の検出が可能とな

ることを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・検出器出力を疑似した信号の読出動作を実証するとと

もに、読出効率や雑音特性を評価し、素子パラメータ

最適化の指針を得る。 

【平成24年度実績】 

・1ミリ秒間隔の疑似入力パルス信号に対する３画素の

同時読出に、顕著なクロストークなく成功した。入力

換算雑音電流実測値200-270pA/(Hz)0.5を得るととも

に、共振 Q 値向上等による約12dB の改善指針を明ら

かにした。 

 

3-(1)-② 生活安全のためのセンサを用いた見守り及び

異常検出技術 

【第3期中期計画】 

・高齢者及び被介護者の健康及び身体状態の把握や、介

護者の支援を目的とし、生活の安全性の検証とリスク

分析の手法を開発する。具体的には、生活における危

険状態の自動検出を実現するために、人の10以上の姿

勢や運動状態の識別及び運動量を推定できる技術を開

発する。異常状態の自動検出率95%を目指して、生活

動画、日常音環境等を分析する技術を開発する。また、

医療における早期診断支援を目的とし、がん細胞の自

動検出率95%を実現するために、胃生検画像を自動的

に診断する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・生活安全の向上に寄与する、以下の研究開発を実施す

る。 

1) 遠隔見守りシステムにおいて、人の姿勢、運動状態

の識別結果を用いて、歩行、駆け足、転倒、立ち上が

り等の状態変化から生活者の生活パターンを抽出でき

るシステムを実現する。 

2) 診断支援システムの有用性を高めるため、病理組織

画像を小さな領域に分割して評価することでがん細胞

を含む組織の位置を特定可能とするアルゴリズムを考

案し、ソフトウェアとして実装する。 

3) 高齢者及び被介護者の行動を把握し適切な支援を行
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うため、カメラやマイクなどのセンサと個体や動線な

どを抽出するパターン認識機能を統合した環境センサ

を開発する。 

【平成24年度実績】 

・生活安全の向上に寄与する、以下の研究開発を実施し

た。 

1) 遠隔見守りシステムにおいて、携帯型センサ情報の

フーリエ解析により、人の姿勢、運動状態を自動的に

識別できるシステムを完成させ、対象ユーザの歩行、

駆け足、転倒、立ち上がり等の時系列変化から、生活

パターンを抽出できるシステムを実現した。 

2) 病理画像からがんと疑われる領域を特定するアルゴ

リズムを考案し、実装した。明らかな正常と癌を含む

224症例に対する検出を試み、見落とし0%の条件下で

過検出率5%以下を達成した。 

3) 高齢者等の行動を把握し支援を行うため、行動認識

機能を搭載したセンサを開発した。テーブル等の遮蔽

物がある場合でも室内移動に関して誤差±20センチ以

内の位置情報を遅滞なく取得できることを確認した。 

 

3-(1)-③ 人間機能モデルによる生活安全評価技術 

【第3期中期計画】 

・乳幼児と高齢者の傷害予防を目的に、傷害情報サーベ

イランス技術と実時間見守りセンシング技術を開発し、

12,000件以上からなる傷害データベースと WHO 国

際生活機能分類に準拠した生活機能構造を作成する。

データベースから生体モデルと生活機能モデルを構築

する技術を開発するとともに、10件以上の製品の設計、

評価及びリスクアセスメントに適用し、生活支援ロボ

ットの設計と評価に応用する。開発技術を5か所以上

の外部機関や企業が利用可能な形で提供し、運用検証

する。 

 

【平成24年度計画】 

・子どもの安全性に配慮した製品設計支援技術の整備の

ため、これまでの整備で不足している身体／行動特性

データ、生活データ、傷害リスクアセスメント技術に

加え、データを活用した設計支援技術の開発を企業と

連携して10課題程度実施する。開発した統計的虐待診

断技術を児童相談所・保育園と協力して運用検証する。

高齢者の生活機能低下予防のための生活機能データベ

ース、生活不具合情報データベース、再利用性を高め

る生活データ正準化技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・子どもの安全性に配慮した製品設計支援技術の整備の

ため、12社と共同研究を通じて、自転車関連の身体寸

法／運転行動特性データ、穴への腕の挿入特性データ、

切創や骨折のリスクアセスメント技術、データブック

や寸法チェック用ダミーなどの設計支援技術を開発し

た。また、統計的虐待診断支援ソフトウェアを児童相

談所（大阪市）、保育所（埼玉県）に導入し、運用検

証した。高齢者の生活機能低下予防のために、高齢者

30人の生活機能データベースと生活不具合情報データ

ベースを作成し、これに国際生活機能分類に基づく生

活データ正準化技術を適用することで、再利用性が高

くなることを検証した。 

 

3-(1)-④ 消費者の情報や権利を保護するための情報セ

キュリティ対策技術 

【第3期中期計画】 

・ネットワーク社会において消費者の情報や権利を保護

するため、バイオメトリクスやパスワード等の認証用

情報が漏えいした際にも、認証情報更新を容易にする

ことにより、被害を最小限に抑えることができる個人

認証技術や、ユーザがサーバと相互に認証することで、

ユーザがフィッシング詐欺を認知可能とする技術等の

プライバシー情報保護及びユーザ権限管理技術を開発

する。さらに、開発した技術を、ウェブブラウザのプ

ラグイン等の形で5つ以上実装、公開し、10以上のウ

ェブサービス等での採用を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・消費者の情報や権利が十分に保護され、なおかつ、安

全で広範なネットワークの活用を可能とする暗号技術

の実現に向けた具体的方式の設計や基盤的理論の構築

を行う。また、上記の目的に適った高機能な暗号技術

が設計された場合の実利用を促すための方法論につい

ても検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・消費者の個人情報を保護可能な認証技術として、グル

ープ署名、属性認証プロトコルの設計と安全性評価を

行った。クラウド環境のような不特定多数の利用者が

アクセス可能なネットワークにおいても、消費者の権

利を守ることが可能な暗号技術の設計と安全性評価を

行った。また、これらの基盤的理論を構築した。さら

に、これらの高機能暗号技術の実利用を促すことを主

たる目的として、生命情報工学研究センター

（CBRC）および企業等と共同研究を行い、技術的要

求に応じた暗号技術の設計を行った。これらの共同研

究を通じて、新たな暗号技術を実社会に導入するため

の方法論を検討した。 

 

【平成24年度計画】 

・ユーザがサーバと相互に認証することで、ユーザがフ

ィッシング詐欺を認知可能とする技術について、引き

続き標準化へ向けた活動を継続し、RFC 原案の早期

の議論入りを目指して必要な研究、交渉、普及活動を

行う。また、本技術を用いた応用的な利用についても

技術的検討等を行う。 
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【平成24年度実績】 

・標準化へ向けて仕様書案の更新・実装の更新と技術検

討・各種交渉等を行った。特に IETF における

HTTP 認証技術を議論する WG の設置に向けた交渉

を行い、公式に WG の設置を検討するための BOF セ

ッション（IETF で WG 以前に開催されるセッション

の名称）の開催にこぎ着けた。第85回 IETF で開催さ

れた BOF において、2件の提案技術には特に異論が

なく、他の提案と併せて議論の方向性を継続検討する

ことになった。 

 

【平成24年度計画】 

・ネットワーク社会において消費者の情報や権利を保護

するための技術として、仮想化技術を用いてソフトウ

ェアシステムの安全性を強化、検査するシステム、ソ

フトウェアの不具合による脆弱性の発現を未然に防止

するシステム、その他ソフトウェア解析、検査、変換

技術に関する研究開発を行なう。 

【平成24年度実績】 

・プロトコル検査において、仮想化技術を用いてソフト

ウェアの網羅検査を効率的に実現するシステムを設計

し実装した。ソフトウェアの不具合対策として、また、

プロトコル実装のバグ等を網羅的に検査するために、

プロトコル記述を自動的に変換して検査ソフトウェア

を生成する研究を行ったほか、C 言語プログラムを安

全にする変換システムについて、より高度な安全性の

実現や効率化のための実装方式の追加を設計し、実装

に着手した。 

さらに、動作の平行性・不確定性のあるプログラムの

動作を解析するシステムの開発を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・量子暗号技術の現状と従来の暗号について、引き続き

整合性を整理し、現状における利用可能性の観点から

情報収集、分析を行う。特に実測データよりそのソー

スのエントロピーを推定する手法についてはその改良

を進めるとともに、暗号モジュールの安全性評価手法

への適用を試みる。 

【平成24年度実績】 

・量子暗号技術の現状と従来の暗号について、その安全

性評価手法の整合性を確保する手段として、実測デー

タの背景にある確率分布を仮定することなく、データ

列の算術処理からデータ列が持つエントロピー値を推

定する手法について改良、数値実験と実測データによ

る効果測定を行い、その有効性を検証、これにより中

期目標を達成した。 

 

3-(2) 生活支援ロボットの安全の確立 

【第3期中期計画】 

 介護及び福祉に応用する生活支援ロボットの製品化に

不可欠な実環境下での安全の確立を目指して、ロボット

の新しい安全基準を構築し、ロボットを安全に動作させ

る際に必要な基盤技術の開発を行う。また、ロボットの

制御ソフトウェアの信頼性を高め、実装するための基盤

技術の開発を行う。特に、ロボットのリスクマネジメン

ト技術の開発においては、機能安全の国際規格に適合可

能な安全規格を定める。 

  

3-(2)-① ロボットの安全性評価のためのリスクマネジ

メント技術の開発（Ⅳ-3-(1)-④へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格

を定めるため、ロボットの安全性を試験、評価するた

めの技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセ

ンサ技術、制御技術、インターフェース技術、ロボッ

トの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術

を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の第三者評価で指摘を受けたロボットのタ

イプ別のシミュレーションにおけるシミュレーション

要素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

ロボットの機能安全の認証方法について継続して関係

各機関と協議して国際標準化提案につなげる。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、

計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO 国

内対策委員会で採択された。 

 

3-(2)-② 高信頼ロボットソフトウェア開発技術（Ⅳ-

3-(1)-⑤へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実

現するため、高信頼なロボットソフトウェアを設計、

実装する技術を開発する。このため、ロボットソフト

ウェアのリスクアセスメント、システム設計、開発、

評価を一貫して行うことのできる技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の第三者評価で指摘を受けたロボットのタ

イプ別のシミュレーションにおけるシミュレーション

要素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

機能安全の認証方法について継続して関係各機関と協

議して国際標準化提案につなげる。リスクアセスメン

トの要件定義をモデルベースで実施可能なツールの開

発を行う。高信頼ソフトウェアツールチェーンを実ロ

ボット開発プロセスに適用して評価し、改良を行う。
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認証手法、および概念の抽象化を進めメタモデルを定

義して汎用的な標準化提案につながる開発を実施する。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、

計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO 国

内対策委員会で採択された。 
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Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

【第3期中期計画】 

 様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際

競争力を強化するためには、技術指向の産業変革により

新産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業の上

流に位置づけられるデバイスの革新とともにデバイスを

製品へと組み上げていくシステム化技術の革新が重要で

ある。そのため、競争力強化の源泉となる先端的な材料、

デバイス、システム技術の開発を行う。また、情報通信

技術によって生産性の向上が期待できるサ－ビス業の発

展に資するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－ビスの

創出に貢献する技術の開発を行う。さらに、協調や創造

によるオープンイノベーションの仕組みを取り入れた研

究開発を推進する。 

  

１．高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム

技術の開発 

【第3期中期計画】 

 情報通信社会の継続的な発展には、低環境負荷と高性

能の両立及び新機能の実現によるデバイスの革新が必要

である。このため、光、電子デバイスの高機能化、高付

加価値化技術の開発を行う。また、デバイスの設計を容

易にするため、計算科学を用いた材料、デバイスの機能

予測技術の開発を行う。さらに、IT 活用による製造及

びシステム技術の高効率化や高機能化に関する技術の開

発を行う。 

  

1-(1) デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

【第3期中期計画】 

 情報通信社会の継続的な発展のために、微細化等によ

るデバイスの高機能追求やフレキシブル有機デバイスの

開発、光通信の波長、空間の高密度化等、情報通信技術

の革新に資する光、電子デバイス技術の開発を行う。ま

た、シミュレーションにより特性を予測することで、デ

バイスの開発を容易にする技術の開発を行う。特に、極

微細かつ低消費電力素子として期待されるスピントラン

ジスタの実現を目指して、半導体中でのスピンの注入、

制御及び検出技術の開発を行う。 

  

１-(1)-① 情報処理の高度化のための革新的電子デバ

イス機能の開発 

【第3期中期計画】 

・ポスト CMOS 時代の極微細、低消費電力素子として

期待されるスピントランジスタの実現を目指して、半

導体中でのスピンの注入、制御及び検出技術を開発す

る。また、光ネットワーク高度化のためのスピン光機

能デバイスを開発する。 

CMOS 素子とは異なる原理で動作する超低消費電力

演算素子の実現を目指して、金属酸化物材料と高温超

伝導材料の物性解明と物性制御技術の開発を行い、材

料の磁気、電気、光学特性等を電子相状態により制御

するプロトタイプ素子において低消費電力スイッチン

グ機能等を実証する。 

 

【平成24年度計画】 

・スピン伝導素子に関しては、ゲルマニウムへ室温での

スピン生成を実証する。シリコンにおいては室温での

スピン検出に挑む。さらに、スピントンネル・ゼーベ

ック効果のメカニズムを明らかにする。スピン光素子

の研究においては、新たにスピンレーザ開発に取り組

む。垂直磁化膜を用いることにより零磁場での円偏光

発光を実現し、スピンレーザに必要である円偏光率

10%以上を目標とする。また、プラズモン導波路にお

けるアイソレーション機能を実証する。 

【平成24年度実績】 

・基板の洗浄プロセス改善と MgO 膜厚の最適化により、

p 型 Ge への室温スピン注入に世界で初めて成功した。

Si 基スピン検出用素子を作製した。ゼーベック効果

により発生するスピン依存トンネル電流を考慮した拡

散モデルの理論構築に成功した。スピンレーザ用

Tb/Fe 垂直スピン注入源の成膜条件を確立したが、成

膜装置の初期故障により円偏光度評価に遅延を生じて

いる。Si 導波路上のプラズモン光アイソレータを試

作したところ、光伝搬およびアイソレーションの実現

には磁性体部の加工精度を高める必要があることが判

明した。 

 

【平成24年度計画】 

・前年度まで得られた成果を元に、鉄系超伝導体を用い

た線材開発を想定した各種要素技術の開発に着手する。

高臨界温度（>30K)、高臨界磁場（50T）、低異方性

（～1）、低コスト（銅酸化物以下）を有する物質の探

索的物質開発を行うとともに、Powder-in-tube 法を

用いた鉄系超伝導体線材を試作する。更に、第一原理

計算および理論数値計算により、電荷・スピン・多自

由度揺らぎによる新奇現象・高温超伝導の可能性を検

討し、高圧合成をはじめとする先端的合成手法を用い

てその実証を行う。また、内部位相などの新規物性を

開拓し、新奇な材料を利用する、もしくは新原理を利

用した超伝導デバイスの提案および試作を行う。 

【平成24年度実績】 

・鉄系超伝導体において、純良多結晶試料の大量合成を

行い、転移温度30K 超の超伝導線材の試作に成功し

た。新超伝導体 Ca4Al2O6(FeAs1-xP)2が従来と異な

る電子相図であることを明らかにした。更に、水銀系

銅酸化物超伝導体において超高圧下電気抵抗測定によ

り超伝導転移温度の世界記録を更新し、高温超伝導体

の転移温度向上に向けた指針を与えた。また、検出器

等への応用を想定し、反転対称性が破れた超伝導体、

内部磁場や内部位相を有する超伝導体、多層系超伝導
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体等の非従来型超伝導体を用いた新奇超伝導デバイス

応用の可能性を検討した。 

 

【平成24年度計画】 

・新超伝導材料の内部位相などの新規物性を開拓し、新

奇な材料を利用する、もしくは新原理を利用した超伝

導デバイスの提案および試作を行う。特に Sr2RuO4

の内部位相の直接検出、超伝導冷凍機の試作、新しい

原理に基づくフォトン・イオン検出機の動作原理検証

を行う。 

【平成24年度実績】 

・超伝導内部位相を直接観察するための Sr2RuO4/Nb ジ

ョセフソン接合を開発し、界面のスピン軌道相互作用

の大きさを見積もった。超伝導ナノストリップに光子

が衝突して常伝導転移に至るミクロな過程を明らかに

し、イオンの衝突が磁束量子の運動に変換される新原

理デバイスをシミュレーションに基づき検証した。超

伝導冷凍機は素子作製プロセスの構築を行い、プロト

タイプ素子を作製した。平行してより高能率の超伝導

/スピンフィルター接合を用いた新原理冷凍機をシミ

ュレーションに基づき提唱した。 

 

【平成24年度計画】 

・金属酸化物をチャンネルとする電界効果デバイスにつ

いて、室温でより大きな抵抗変調を実現するため、

Co 酸化物など新規チャンネル材料を開発するととも

に、デバイス特性を評価する。室温マルチフェロイッ

ク BiFeO3において、強誘電性と磁性の結合によって

生じる電気・磁気効果の評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・強相関絶縁体 SmCoO3をチャンネルに用いた電気二

重層トランジスタを開発し、電界効果により誘起され

た電荷が強相関絶縁体の表面から数ナノメートルの領

域に蓄積されることを明らかにするとともに、室温に

おいて約250倍の抵抗変調に成功した。大型結晶を用

いて BiFeO3の異方的磁気パラメータを初めて精密に

導出した。その値に基づいてらせん磁性と強誘電性を

評価し、それらが電気・磁気効果の起源であることを

明らかにした。 

 

１-(1)-② 情報入出力機器のフレキシブル、小型化の

ためのデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・小型軽量の次世代情報家電に資する柔軟性、軽量性及

び耐衝撃性に優れたフレキシブルなディスプレイを開

発する。そのために受発光、導電、半導体、誘電体等

の光電子機能を有する新規の有機材料や無機材料を開

発する。これらの材料のナノ構造制御により、非晶質

シリコンよりも優れた移動度(5cm2/Vs 以上）、on/off
比（5桁以上）、駆動電圧（5V 以下）で動作する有機

薄膜トランジスタや受発光素子を開発する。さらに赤

色領域での位相差0.25波長を有する偏光素子や回折、

屈折素子等の高性能光入出力素子を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・情報入出力機器の大面積、高密度、軽量化のため、有

機半導体・強誘電体などの電子機能性材料を印刷プロ

セスに適用するための材料基盤技術の開発を行う。 

1) 高性能な有機半導体・強誘電体の印刷プロセス適合

性を高めるための材料開発を行う。 

2) 印刷有機トランジスタを用いたアクティブバックプ

レーンの開発およびデバイス性能高度化のための、界

面高機能化印刷プロセス技術の開発を行う。 

3) 電子スピン共鳴、変調分光など、高性能な半導体や

印刷プロセス開発へのフィードバックに資する高度デ

バイス評価技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・フレキシブルエレクトロニクスに関する、以下の材料

基盤技術の開発を行った。 

1) 高溶解性かつ安定で入手の容易なイミダゾール化合

物において、バルクの状態で、高い自発分極（5～

10µC/cm2）を示す強誘電体の開発に成功した。 

2) 独自開発した三層構造シリコーンスタンプを用いて、

高撥水性基板上に材料ロスなく半導体層の塗布が可能

な新しい製膜技術（プッシュコート法）の開発に成功

した。 

3) 電子スピン共鳴による微結晶粒界評価技術とデバイ

スの電気的特性評価技術を組み合わせることにより、

キャリヤ輸送のボトルネックとなる起因を明らかにす

る手法の開発に成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・量子ドット分散ガラスカプセルの形成メカニズムの解

明を進め、さらなる高輝度、高耐久性を目指す。また、

局所電場効果による蛍光増強を得るため、ガラスコー

ト金ナノ粒子の周りに、適切な距離をもって多数の量

子ドットを配置させることを目指す。そのため、量子

ドット表面をコートするアルコキシドとして、ガラス

コート金ナノ粒子に接着しやすいものを探索・検討す

る。 

【平成24年度実績】 

・ガラスカプセル形成メカニズムについては、量子ドッ

ト表面のリガンドとガラス前駆体との置換の程度が、

輝度と耐久性に影響を与えることを見出した。カプセ

ル形成時の量子ドットの濃度が、この置換の程度を決

めている。このため、合成時の量子ドットの濃度には、

サイズに応じた最適値があることがわかった。また、

局所電場効果による蛍光増強については、量子ドット

表面にアミンを含むアルコキシドを接着することが有

効であることを見出した。 
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【平成24年度計画】 

・摩擦転写法等により分子配向制御した高分子材料及び

機能性分子を用いた受光素子の構造最適化を行い、変

換効率の向上を目指すとともに、分子配向の効果を明

らかにする。 

【平成24年度実績】 

・摩擦転写法による導電性高分子配向薄膜を配向誘起層

として正孔輸送性分子であるオリゴマーを電極面に平

行に配向させることで、電荷移動特性及び光吸収が向

上した受光素子を作製した。配向制御しないものに比

べ変換効率は2.8倍向上した。また、2倍程度の偏光応

答性も確認できた。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノインプリント法で素子製造に用いるモールドとガ

ラスの融着現象について調査する。また、光入出力素

子の新規構造を検討する。 

【平成24年度実績】 

・WC（タングステンカーバイド）モールドとビスマス

ホウ酸塩ガラスの融着現象について調査し、W（タン

グステン）の溶出とガラス組成依存性を明らかにした。

また、新規な光入出力素子として、2種類の周期構造

を集積した位相制御可能な新しい挟帯域高反射素子を

考案した。 

 

【平成24年度計画】 

・低環境負荷材料であるニオブ系鉛フリー圧電セラミッ

クスの超音波センサ、アクチュエータ応用への適性向

上をめざして、キュリー温度 tcを200℃以上に保ちつ

つ電気機械結合定数 kp が60以上の材料を開発する。

また、バッファ層を用いることによって当該鉛フリー

系圧電材料を酸化物単結晶基板以外の基板上に製膜す

る手法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・超音波センサ等応用を目指しニオブ系鉛フリー圧電セ

ラミックスにおいて tc＝240℃かつ kp＝56とほぼ目標

値を達成する材料の開発に成功した。また、酸化チタ

ンをバッファー層とした Si 基板上に c 軸方向に高配

向したニオブ系鉛フリー圧電セラミックス薄膜の作製

に成功した。 

 

1-(1)-③ 光通信の波長及び空間の高密度化（Ⅰ-2-

(3)-③を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネット

ワークを実現するために、既存のネットワークルータ

に比べてスループットあたり3桁低い消費電力でルー

ティングを行う光パスネットワークで伝送する技術を

開発する。具体的には、ルートを切り替えるシリコン

フォトニクス、ガラス導波路技術を用いた大規模光ス

イッチ、伝送路を最適化する技術及び光パスシステム

化技術を開発する。また、1Tb/s 以上の大伝送容量化

を目指して、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光

多重化のためのデバイス及び光信号処理技術を開発す

る。 

情報通信の安全性に向けて、量子中継等の技術を開発

し、高密度波長多重量子暗号通信デバイス、システム

を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・光パスネットワークに向けて、光スイッチでは、シリ

コンフォトニクス光スイッチの偏波依存性、漏話特性

の改善と電子回路集積を進める。波長選択性スイッチ

では一次の試作を行う。また、光信号の位相、波長、

強度のモニタデバイスの開発に着手する。システム、

機器レベルでは、パラメトリック分散補償の自律制御

の基盤技術構築、位相再生技術の基礎検討と高効率光

パス多重分離技術の開発を進める。また、ノード技術

として目指すアーキテクチャを想定する光伝送などの

特性評価を進める。 

【平成24年度実績】 

・光スイッチでは、ダイバーシティ構造の偏波無依存ス

イッチの試作ならびに漏話特性を改善する構造設計を

行った。また、駆動用 MOSFET と光スイッチのモノ

リシック集積に成功した。波長選択スイッチでは、

MEMS を用いて一次試作を行った。モニタデバイス

では、まず位相に着目し、レーザへの注入同期による

位相検出を実証した。機器レベルでは、パラメトリッ

ク分散補償器の装置化を行い、位相感応性増幅による

位相再生の低雑音化に成功した。高効率光パス多重分

離技術では位相感応増幅による QPSK 信号の BPSK
信号への分離に成功した。以上の技術を総合して、目

指すアーキテクチャを想定した光伝送特性の評価を進

めた。 

 

【平成24年度計画】 

・光ネットワークにおける信号伝送や、フォーマット変

換などの信号処理が、多値位相変調信号のスペクトル

純度に与える影響を定量的に評価する技術を開発し、

4光波混合を用いた波長変換におけるポンプ光の位相

雑音の影響を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・光信号のスペクトル純度を雑音パワースペクトル密度

により評価する技術を開発した。4光波混合による波

長変換において、変換されたアイドラ光におよそ4倍

のポンプ光位相雑音が付加されることを明らかにした。

相互位相変調による非線形位相雑音を測定し、群速度

分散と偏波を考慮した理論と良く一致することを確認

した。 

 



資 料 

(1146) 

 
 

 
 

【平成24年度計画】 

・前年度に試作した4波長量子もつれ光源に対して、理

想的状態にどれだけ近い状態かを表わす指標である忠

実度の評価を4波長で実施する。さらに、この光源を

用いて量子暗号鍵配布を行い、伝送距離50km、波長

多重数4、鍵生成率120kbps を実現する。 

【平成24年度実績】 

・4波長量子もつれ光源を評価し、忠実度98.5%を得た。

伝送距離50km、4波長多重の量子暗号通信において、

鍵生成率131kbps を達成した。受信側損失（12dB）

に起因する誤り率29.8%により、誤り訂正後の最終鍵

生成率は131kbps から16kbps に減少した。 

  

1-(1)-④ ナノ電子デバイスの特性予測と設計支援技術 

【第3期中期計画】 

・微細 CMOS の性能向上に用いられている機械的ひず

みに代表される新構造及び新材料デバイスの構造や特

性を実際の試作に先立って予測するために、計測技術

を一体化させた設計ツールとするシミュレーションシ

ステムを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・電磁場解析技術と応力シミュレーションを統合した、

ラマン応力計測解析システムを構築する。また、

TCAD シミュレータ HyENEXSS を用い、走査トン

ネル顕微鏡によるキャリア分布計測をシミュレーショ

ンするシステムの開発を行う。TCAD を利用して、

より精度の高い計測条件を検討してきた結果を実デバ

イスに適用し、本手法の有効性を検証する。 

【平成24年度実績】 

・ラマン分光法を用いた Si デバイス構造の局所応力分

布計測技術開発を行い、計測された歪み分布を

TCAD と結合して解析することができる高精度なシ

ミュレーション技術を開発した。また、走査トンネル

顕微鏡によるポテンシャルシミュレーションシステム

について、HyENEXSS と結合することにより、トン

ネル電流が流れている状態でのシミュレーションを行

えるシステムを開発した。さらに、開発したシミュレ

ーション技術をメタルゲート構造へのラマン測定結果

に適用し、局所応力分布解析を行い、その有効性を示

した。 

 

1-(1)-⑤ 高効率な設計とシミュレーションのための高

性能計算技術 

【第3期中期計画】 

・電子デバイスが発揮する新機能を高速なコンピュータ

シミュレーションにより予測することを目的として、

数千万 CPU コア時間程度の大規模計算におけるシミ

ュレーションソフトウェア開発支援環境を開発する。

この並列／分散計算環境において、アプリケーション

の特性に応じて適切な資源を割当て、障害が発生して

も実行を継続する、高信頼／高効率計算技術を開発す

る。 

 

【平成24年度計画】 

・シミュレーションのための高性能計算技術の確立のた

め以下の研究開発を行う。 

1) プログラミングインタフェースおよび障害復旧処理

を記述するインタフェースの策定、試作と、仮想化技

術を用いた耐障害技術の開発を行なう。 

2) シミュレーションソフトウェア ENEXSS の大規模

並列化を実施し、系の規模に応じて計算資源を増やす

ことで計算時間をほぼ一定に保つ弱スケーリングを実

現する。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションのための高性能計算技術の確立のた

め以下の研究開発を行った。 

1) プログラミングインタフェースおよび障害復旧処理

を記述するインタフェースを策定し、MPI 通信ライ

ブラリを用いて2通りの実装方法により試作、評価し

た。また、MPI 通信ライブラリの機能と仮想化技術

を連携利用することにより、実行中の MPI プロセス

全体を異なる計算機上にライブマイグレーションする

耐障害技術を開発した。 

2) シミュレーションソフトウェア ENEXSS の線形解

法部分の並列化を実施し、大規模並列化に際して弱ス

ケーリング性が実現できることを実証した。 

  

1-(2) IT 活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

【第3期中期計画】 

 製品開発サイクルの短縮及び新たな付加価値製品の製

造のため、組立作業や視覚認識における産業用ロボット

の知能化を推進し、組込みシステムの高効率化と高機能

化の両立を実現する。また、人の機能をシミュレーショ

ンし、その結果を製品開発にフィードバックすることで、

人にとって使い易い製品設計を支援する技術を開発する。

特に、セル生産のロボット化において、一部が変形する

部品や配線材等の柔軟物を含む5種類以上のワークの組

立作業を対象に開発した技術を実証する。 

  

1-(2)-① 製造の省力化、高効率化のための産業用ロボ

ット知能化技術 

【第3期中期計画】 

・セル生産のロボット化を目指し、変形を含む物理シミ

ュレーション技術、作業スキルの解析に基づく作業計

画及び動作計画ソフトウェア、センサフィードバック

に基づく組立動作制御ソフトウェアを開発する。代表

とする組み立て工程の50%をカバーする、5種類以上

のワークの組立作業を対象に開発した技術を実証する。

また、工業部品の多くを占める黒色や光沢のあるワー
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クに対しても位置姿勢検出精度が光沢のない中間色の

場合と同程度の3次元視覚情報処理技術を実証する。 

 

【平成24年度計画】 

・セル生産のロボット化を目指した研究を行う。 

1) 弾性変形を伴うパーツの嵌め合いにおいてシミュレ

ータ上で動作計画を行い、接触状態の系列を導出して

作業戦略を確立する。 

2) パーツの嵌め合いの実演データを収集し、作業戦略

をロボットに適用する場合の作業実行条件を確立する。 

3) ロボットによるパーツの嵌め合いのための力制御則

を構築し、双腕ロボットを用いて、配置に誤差が存在

しても嵌め合いが成功することを検証する。 

4) 移動する黒色や光沢のあるワーク等を対象に、3次

元位置姿勢をリアルタイムで検出する技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・セル生産のロボット化に必要な基盤技術開発を行った。 

1) ロボット把持条件と変形最小化を考慮した作業戦略

を、有限要素法によるシミュレーションを援用して変

形を伴う嵌め合い動作時の接触系列として導出し、2

次元物体で検証した。 

2) ロボットのバイラテラル制御による嵌め合いの教示

実演データを収集し、作業のキーとなる接触状態を解

析するツールを開発し、作業戦略をロボットに適用す

る際に必要な力の絶対値等の作業実行条件を導出した。 

3) 複数の力制御則を切り替えて用いることで、弾性変

形を伴うパーツの嵌め合いを双腕ロボットで実現し、

パーツに水平方向に1mm 程度の位置誤差があっても

成功することを確認した。 

4) 移動する黒色や光沢のあるワークを安定して追跡す

るために、エッジ保存平滑化処理技術を開発し、ビデ

オレートで3次元位置姿勢推定が可能であることを実

証した。 

 

１-(2)-② 組み込みシステムの最適設計技術 

【第3期中期計画】 

・情報通信機器の省エネルギー化のために、再構成可能

なデバイス（FPGA 等）について、しきい値可変デ

バイスを用いて静的消費電力を1/10程度に削減する技

術を開発する。また、シリコン貫通電極を用いた3次

元積層構造の FPGA について、最適設計を行うアー

キテクチャ技術と設計ツール技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・新構造トランジスタを開発するプロジェクトへの技術

移転を継続し、さらに大規模な試作チップの設計を行

なう。 

【平成24年度実績】 

・本年度より LEAP プロジェクトに参加し、前年度試

作したバルク版 Flex Power FPGA と同一構造の

SOTB トランジスタ版 Flex Power FPGA を試作して

動作の確認と性能の評価を行ない、コア電源の漏れ電

流が1/33～1/74に削減されることを確認した。さらに、

タイル数を11x11から20x20に拡大した試作チップの

設計を完了した。また、LEAP で進められている原

子スイッチを用いた FPGA の設計作業に協力した。 

 

1-(2)-③ 製品デザインを支援する人間機能シミュレー

ション技術 

【第3期中期計画】 

・人間にとってより安全で使いやすい機器を設計するこ

とを目的に、筋骨格構造を含む人体形状、運動モデル

を100例以上データベース化する。また、感覚が運動

を引き起こすメカニズムの計算論的モデルを心理物理

実験に基づいて構築する。これらを可視化するソフト

ウェアとして、数千自由度の簡易モデルについては5

コマ/s 以上の処理速度を実現し、数万から数十万自

由度の詳細モデルについては力再現誤差10%以下の精

度の生成的感覚運動シミュレーションを実現する。こ

れを5件以上の共同研究を通して製品設計時の操作性

及び安全性評価に応用する。 

 

【平成24年度計画】 

・20例以上の手指寸法データと、100例以上の手指運動

データと接触データを計測し、データベースを拡充す

る。10姿勢以上の手指医用画像から、姿勢の変化に伴

う表皮変形量をモデル化する。このモデルとモーショ

ンキャプチャで計測した表皮マーカ位置から、手指の

機能的関節中心位置を推定する技術を開発する。2体

以上の解剖屍体を用いた母指の筋骨格運動計測を行い、

母指の内在筋張力が関節運動に与える影響を実験的に

モデル化する。以上のデータベース、関節中心推定技

術、筋骨格モデル、そして既存の全身モデルを統合し

たソフトウェアを開発し、個人別モデルの生成、姿勢

や運動の生成、そして力学的評価をシームレスに行え

るようにする。これらの成果を、2件以上の共同研究

を通じて操作性や安全性の評価に応用する。 

【平成24年度実績】 

・24件の手指寸法、831件の手指運動と接触、180件の全

身運動を計測し、データベースを拡充した。30姿勢の

手指医用画像から、姿勢の変化に伴う表皮変形をモデ

ル化した。これとモーションキャプチャで計測したマ

ーカから、手指の関節中心を推定する技術を開発した。

2体の解剖屍体を用いた母指の骨格運動計測を行い、

内在筋が関節運動に与える影響を検討した。以上を

DhaibaWorks に実装し、手指の個人別モデルの生成、

姿勢や運動の生成、そして把握安定性などの力学評価

をシームレスに行えるようにした。これらを、3件の

共同研究を通じて操作性の評価に応用した。 
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1-(3) ナノエレクトロニクスのオープンイノベーショ

ンの推進（Ⅰ-4-(3)を再掲） 

【第3期中期計画】 

 次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術に

よる高付加価値デバイスの効率的、効果的な技術開発の

ために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用したオ

ープンイノベーションを推進する。つくばナノエレクト

ロニクス拠点において、高性能、高機能なナノスケール

の電子、光デバイスの開発を行うとともに、最先端機器

共用施設の外部からの利用制度を整備することにより、

産学官連携の共通プラットフォームとしての活用を行う。 

  

1-(3)-① ナノスケールロジック、メモリデバイスの研

究開発 

【第3期中期計画】 

・極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電

圧化、集積可能性検証を対象に、構造、材料、プロセ

ス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これに

よって、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な

基本的限界を打破できる新技術を5つ以上、創出する。 

  

【平成24年度計画】 

・不揮発性抵抗スイッチ効果を示す機能性酸化物薄膜を、

300ミリウェーハ量産に適した手法により形成するプ

ロセス設計をさらに高度化し、ストレージクラスメモ

リとして実用化可能、即ち書換回数100万回に到達す

るプロトタイプ RRAM チップアレイの動作実証を行

う。 

【平成24年度実績】 

・不揮発性抵抗スイッチ効果を示す機能性酸化物薄膜を、

300ミリウェーハ量産に適した積層及び加工条件にお

いて、集積化メモリ素子とする技術を開発し、ストレ

ージクラスメモリとして実用化可能となる、書換回数

100万回に到達するプロトタイプ RRAM チップアレ

イの動作実証に成功した。 

  

1-(3)-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

【第3期中期計画】 

・LSI チップ間光インターコネクションにおいて

10Tbps/cm2以上の情報伝送密度を実現するために、

半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、

光集積回路及び光、電子集積技術を開発する。また、

3次元光回路を実現するために、多層光配線、電子回

路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイ

ス、それらの実装技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・半導体ナノ構造および有機・ポリマー材料を用いた微

小光デバイス、光・電子集積技術に関して以下の技術

を開発する。 

1) 光電子回路基板との集積が可能な1.3µm 帯面出射

半導体レーザを開発する。また、光電子回路基板への

半導体レーザ実装技術を開発する。 

2) 光・電子集積技術に関しては、高密度・大容量ポリ

マー光配線、光集積素子作製・評価技術の開発に着手

する。 

3) 有機ポリマーアクティブ素子に関しては、H23年度

に明らかになった n 型有機半導体作製プロセスの改

善、またはそれに資する基礎的データを明らかにする。

また、有機結晶を活性層に用いた光増幅能を有するポ

リマー光導波路を開発する。 

【平成24年度実績】 

1) 半導体ナノ構造・光デバイスに関しては、ポリマー

回路基板上1.3µm 帯量子ドット面出射レーザを実現

し、レーザ発熱特性を明らかにした。 

2) ポリマー光集積技術に関しては、高密度ポリマー光

配線の構造設計の指針を決め、ポリマー回路上 Cu マ

イクロミラーを実現した。半導体光集積技術に関して

は、多波長光源チップの基本設計・試作を行い、基本

的な伝播特性評価を行った。 

3) 有機ポリマーアクティブ素子に関しては、劣化の少

ない加工条件を得て、有機結晶 pn 接合膜からなる有

機 EL 素子の大幅な低抵抗化に成功した。光増幅能を

有するポリマー光導波路に関しては、反転分布が可能

な有機結晶を効率よく形成できる手法や条件を確立し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・シリコンフォトニクス光集積回路技術として以下の開

発を行う。 

1) 単一シリコン基板上に、マルチチャンネルアレイレ

ーザーダイオード、シリコン光変調器、ゲルマニウム

受光器、シリコン細線光導波路を集積した、光電子融

合システムを作製し、マルチチャンネルのインターコ

ネクト動作を実現する。 

2) 積層型アモルファスシリコン3次元光回路において、

平成23年度に開発した異なる層の光導波路間で信号光

が移行するデバイス構造を利用して、光導波路が立体

交差する構造を試作する。作製プロセスフローの高度

化を進め、層間距離600nm 以上の構造の試作を行う

ことにより、低クロストークの光導波路交差を実現す

る。 

【平成24年度実績】 

・マルチチャンネルアレイレーザーダイオード、シリコ

ン光変調器、ゲルマニウム受光器、シリコン細線光導

波路を単一シリコン基板上に集積し、6.6Tbps/cm2の

信号伝送密度を実証した。光源実装技術として100チ

ャンネル以上の光源アレイを実現した。 

・積層型アモルファスシリコン光回路の中で異なる層の

光導波路間で信号光が移行するデバイスを試作して光
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の層間移行を確認した。また、層間距離600nm 以上

の構造の光導波路立体交差を作製した。 

 

1-(3)-③ オープンイノベーションプラットフォームの

構築 

【第3期中期計画】 

・産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナ

ノエレクトロニクス等の研究開発に必要な最先端機器

共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組み

を整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も

含めた横断的かつ総合的支援制度を推進する。当該施

設の運転経費に対して10%以上の民間資金等外部資金

の導入を達成する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、産総研ナノプロセシング施設

（AIST-NPF）を窓口とした先端機器共用イノベーシ

ョンプラットフォームの拡充、整備を実施する。研究

支援インフラを産総研内外、産学公の研究者に公開す

る拠点とネットワークを形成し、コンサルティングや

産業科学技術人材育成等も含めた横断的かつ総合的支

援制度を充実させる。より具体的に、産総研内におい

ては、NPF と SCR や MEMS ファンドリとの連携を

強化し、ユーザーへ提供する技術サービスの高度化を

図る。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度より文部科学省ナノテクノロジープラット

フォーム事業に参画し、研究支援インフラを産総研内

外、産学公の研究者に公開する拠点ネットワークを形

成することを通じて、コンサルティングや産業科学技

術人材育成等も含めた横断的かつ総合的支援制度を充

実させた。産総研内においては、特に NPF と SCR
間の連携を強化し、10件を超える SCR ユーザーの

NPF 利用件数を達成した。 

 

【平成24年度計画】 

・集積シリコンフォトニクスに向けたプロセスプラット

フォームの構築に向け以下の開発を行う。 

シリコンフォトニクス光集積回路プロセス基盤技術の

構築に関しては、技術研究組合光電子融合基盤技術研

究所と連携して、スーパークリーンルームでの光源実

装プロセスの確立を図るとともに、機能素子を集積し

たインターコネクト用光集積回路デバイスの作製と動

作実証を行う。300mm ウエハを用いたプロセスプラ

ットフォームについては、液浸 ArF リソグラフィを

用いた高精度加工技術を確立し、パッシブデバイス性

能を検証する。 

【平成24年度実績】 

・「フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤

技術開発」において、技術研究組合光電子融合基盤技

術研究所との連携により SCR100mm ウエハラインに

おけるシリコンフォトニクス機能素子集積プロセスを

確立し、試作した集積回路において6.6Tbps/cm2の世

界最高レベルのデータ転送を確認した。 

・SCR 拠点における集積シリコンフォトニクスプラッ

トフォームの構築については、300mm ウエハライン

の液浸 ArF リソグラフィを用いた高精度光導波路加

工技術を構築した。細線導波路において2dB/cm 以下

の低導波損失、16波長多重の分波デバイスにおいて

30dB 弱の低クロストーク動作を確認した。 

 

２．イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

【第3期中期計画】 

 我が国のものづくり産業の中心である製造業の国際競

争力を強化するためには、革新的な材料やシステムを創

成する必要がある。そのため、材料を革新するためにナ

ノレベルで機能発現する材料及び部材の開発と、我が国

が強い競争力を有するナノカーボン材料の量産化と産業

化の推進を行う。また、高付加価値化による高度部材産

業の国際競争力強化にも必要なマイクロ電子機械システ

ム（MEMS）の開発を行う。 

  

2-(1) ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 

（Ⅰ-4-(1)を再掲） 

【第3期中期計画】 

 省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する

材料開発を通じてナノテクノロジー産業を強化するため

に、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能部材

の開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成

技術や自己組織化技術を基にした省エネルギー型機能性

部材の開発を行う。また、新規無機材料や、有機・無機

材料のハイブリッド化等によってもたらされるナノ材料

の開発を行う。さらに、革新的な光、電子デバイスを実

現するナノ構造を開発するとともにこれらの開発を支援

する高予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

  

2-(1)-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型

機能性部材の開発 

【第3期中期計画】 

・調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省

エネルギー型機能性部材への応用を目指して、光応答

性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等の

ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、

及びナノメートルからミリメートルに至る階層を越え

た自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に見出した2成分系材料を用いて塗布印刷

型薄膜形成法による薄膜太陽電池を作成し、その性能

との相関を明らかにするとともに、太陽電池の薄膜活
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性層に適合したナノ構造を自発的に形成する新たな液

晶性有機半導体の合成と液晶性、半導体特性の解明を

行う。印刷による薄膜デバイス製作を行い、膜質とト

ランジスタ性能の相関を解明するとともに薄膜形成時

の分子配向制御の手法についても検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成23年度開発の2成分系材料について薄膜太陽電池

試作のため n 型半導体との相溶性を検討したところ

相溶解性の制御が重要であることを見出した。一方、

太陽電池薄膜活性層ナノ構造を自発的に形成する新規

材料の合成に成功し高速キャリヤ移動度を計測した。

液晶性有機半導体材料を塗布成膜したトランジスタ素

子における素子特性を評価しモルフォロジーと電極界

面が重要な因子であることを見出した。また、塗布し

た光応答性高分子薄膜の微細皺構造上で光照射により

10µm 幅の微小体積液体の液柱操作が可能なことを見

出した。 

 

【平成24年度計画】 

・スマートマテリアルの開発を深化すべく、光応答型

CNT 分散剤については、より実践的な応用を目指し

た反応条件の最適化と、再生利用可能な分散剤への展

開を検討する。さらに、他のスマートマテリアルの開

発においても、光に応答してバルクの相構造（固体と

液体、結晶とアモルファス等）を制御可能な新材料の

創製や、電子デバイス等の具体的応用に向けたイオン

液体ゲル、および光修復材料応用に向けた液晶基盤ゲ

ルの諸物性、特に力学特性の解明等を検討する。 

【平成24年度実績】 

・今年度は、特に省エネに貢献しうる光応答性材料とし

て、室温で光に応答してバルクの相構造（固体と液

体）を制御可能な新材料の合成に成功し、論文並びに

プレス発表により大きな反響を得て、これまで数十件

の企業面談を行った。さらに、光修復可能な液晶基盤

ゲルの応力破壊後の自己修復性や、イオン液体ゲルの

高弾性率特性および自己修復性について解明し、論文

およびプレス発表を行った。また、光応答型 CNT 分

散剤については、熱分析により分散剤の残存量につい

て定量的な評価を試み、反応条件の最適化に必要なデ

ータを得つつある。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトアクチュエータ等の部材となる新規ソフトゲル

の開発を行う。バイオミネラリゼーション等の手法を

用いて、自立強度を持つ軟骨型透明部材の開発を行う。

ソフト微細構造界面との相互作用により流動媒体に生

じる新奇秩序構造の解明を行う。コロイド配列配向制

御における新規界面電気現象の解明ならびに表示デバ

イスへの応用に取り組む。分子設計により有機電界発

光素子の発光効率ならびに耐久性の向上をめざす。バ

イオ MEMS 技術等を活用し、臨床分析のための新規

センシングデバイスの開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・ソフトアクチュエータ部材となる新規ソフトゲルとし

て導電ゲルを開発し、その力学測定を行った。軟骨型

透明部材ではその材料組成－力学特性相関を検討した。

ソフト微細構造界面に誘起された新奇秩序構造を発見

解明した。コロイド配列配向制御での新規界面現象で

ある電圧誘起コロイド配列配向化を解明し、表示デバ

イスを開発した。重水素標識により有機電界解発光素

子の緑色発光効率が約7%向上し、2.3倍の輝度半減寿

命を示した。膜タンパク質を微小流路に形成し、バイ

オ MEMSセンシングデバイスを作製した。 

 

【平成24年度計画】 

・種々の条件で作製した有機デバイスについて、2色可

変 SFG 等の各種計測技術を駆使して、特性向上の要

因や素子劣化機構の分子レベルでの解明を目指す。ま

た、テクノロジーブリッジとしての役割を果たし各種

材料系の開発に計測の分野から貢献する。 

【平成24年度実績】 

・2色可変 SFG を用いてソフトマテリアルと水との界

面における高分子鎖と水分子の再配向挙動を明らかに

した。また実動作する有機デバイスを用い、実動作状

態での有機デバイス内部挙動をその場計測することに

成功した。テクノロジーブリッジの役割を果たす成果

の一例としては、レーザー分光および質量分析計測を

複合的に組み合わせプラズマエッチング機構に関する

知見を得ることにより、半導体薄膜エッチング装置の

信頼性向上に資する情報を提供した。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトマテリアルの新規デバイス応用を目指して、ポ

リマー・薄膜複合体により作成したマイクロリンクル

上の液晶が示す秩序構造の形成メカニズムを理論およ

びシミュレーションにより明らかにし、そのマイクロ

マニュピュレーター応用についての提案を行うことで、

ソフトマテリアルの階層的自己組織化による構造形成

と非平衡挙動に関する理解を深める。 

【平成24年度実績】 

・液晶がマイクロリンクル上で自己組織形成する要因と

その構造について、微粒子捕捉サイトの熱揺らぎの温

度依存性について理論的な考察を行い、捕捉機構につ

いて理解を深めることで微粒子マイクロマニピュレー

タの温度制御に関して設計指針の提案を行った。 

 

2-(1)-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化
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を図ることにより、省エネルギー電気化学応答性部材、

高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面

コ－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の

高付加価値ナノ粒子応用部材を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・セシウム吸着用プルシアンブルー型錯体ナノ粒子の開

発を進め、土壌を含めた多様な放射性セシウム汚染体

の除染技術に適用していく。 

【平成24年度実績】 

・放射性セシウム汚染水を除染できるさまざまな形態の

吸着材を開発、実証試験に使用できる試作品を製作し

た。特に、ナノ粒子分散液と、造粒体は連携企業から

試験販売が開始された。様々な汚染物から除染する手

法の研究開発を進めた。植物系汚染物については、焼

却後、灰を除染、放射性汚染物の量を千分の一以下に

する方法を開発、福島県において実証試験を開始した。

土壌については、土質の違いによる除染効率の違いを

明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・レーザーやプラズマを利用してナノ粒子あるいはサブ

マイクロメートル粒子作製する技術を確立し、大量合

成技術を検討することによりその応用実現の可能性を

検証する。 

【平成24年度実績】 

・液相レーザー溶融法による ZnO、TiO2、Cu2O、B4C
などの機能性サブマイクロメートル粒子の大量合成技

術の開発、気相中熱酸化法による貴金属－酸化物接合

複合ナノ粒子の生成技術の開発、高温高圧水を利用し

た Ca0.6Sr0.4TiO3:Pr ナノ粒子の連続合成技術の開

発、高圧二酸化炭素を用いたシリカナノ粒子含有発泡

ポリマーコンポジットの連続合成技術の開発を進め、

さらに製造微粒子について、光散乱体、光触媒、EL
デバイス、断熱材などの諸機能の評価を進めた。 

 

２-(1)-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機

能部材の開発 

【第3期中期計画】 

・セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材

料の接合及び融合化と適材配置により、従来比で無機

粉末量1/2、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機

複合プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数

ppm の検知下限で水素、メタン、一酸化炭素等をガ

スクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセン

サ部材等の多機能部材を開発する。このために必要な

製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなくナノ

からマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及

び融合化技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・無機複合プラスチックの低粉末量に於ける熱伝導性等

の機能を発現させるために無機粉末の剥離分散プロセ

ス技術を引き続き検討すると共に、外部場を用いた異

種材料間の接合プロセスに関して基盤技術を強化する。

マルチセンサ部材に関しては、センサデバイスの低濃

度検知性能を向上させ、水素、一酸化炭素混合ガスに

対して1ppm 濃度を検知するガス検知技術を開発する。

また、有機-無機界面を利用した無機ナノクリスタル

の形態及び配列制御に関する技術を開発し、ナノクリ

スタル材料群について適材配置と機能発現の相関性を

検討する。 

【平成24年度実績】 

・無機複合プラスチックについて、粉末の高圧せん断法

の剥離分散プロセス技術により従来比1/2の粉末量で

同等の熱伝導性を達成すると共に、電磁波照射によっ

て異種材料の密着性並びに熱伝導性が向上することを

確認した。マルチセンサ部材に関しては、高い燃焼性

能の触媒集積化によりセンサデバイスの低濃度検知性

能を向上させ、水素、一酸化炭素混合ガスに対して

1ppm 濃度検知を実現した。また、2種類の無機ナノ

クリスタルを基板上で配列した精緻構造体の構成ユニ

ットと界面の性質を複合した特異な誘電特性を明らか

にした。 

  

2-(1)-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の開

発 

【第3期中期計画】 

・ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基

に、ナノギャップ構造の最適化と高密度化により、既

存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）

を実証する。また、ナノ構造に起因するエバネッセン

ト光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最適化によ

り、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出

し効率80%以上）を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノギャップ電極によるメモリー動作に関しては、将

来素子の量産化をにらみ1～2nm のギャップ幅でナノ

ギャップを大量生産できるプロセスの実現を目指す。

AlGaInP 系発光ダイオードについて選択成長リッジ

デバイスの発光効率を向上させるとともに、より高い

発光効率が期待できる薄膜デバイスの試作を行う。ま

た、GaN 系デバイスの試作も並行して進める。 

【平成24年度実績】 

・ナノギャップ電極によるメモリ動作に関しては、幅1

～2nm のギャップを大量生産する手法として、原子

層堆積法による金属/犠牲層/金属積層構造から犠牲層

エッチングを行う方法、及び金属蒸着中の電界破断に

よる方法を実現した。AlGaInP 系発光ダイオードに
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ついては、光取出し面に微小リッジ構造、裏面に銀ミ

ラーを備える薄膜型赤色 LED を試作し、光取出し効

率40～50%を達成した。また、黄色 LED に必要な結

晶成長技術の開発とともに、GaN 系 LED に必要な

微小リッジ構造の作製に成功した。 

 

2-(1)-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミュ

レーション技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新

材料及び新デバイスの創製、新プロセス探索等に貢献

するシミュレーション技術を開発する。このために、

大規模化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、

自由エネルギー計算等における高精度化を達成して、

シミュレーションによる予測性を高める。 

 

【平成24年度計画】 

・新規デバイス開発の支援のため、必要な計算技術及び

プログラムを開発並びに整備しながら、電子状態、伝

導特性、及び誘電特性などについてシミュレーション

研究を進める。具体的には、QMAS の開発・応用を

進める。遷移金属内包シリコンクラスターがシリコン

基板上にエピタキシャル成長した薄膜の構造モデルを

構築する。各種グラフェン・ナノ構造の電気伝導特性

を計算し、新たな特性を予言する。電気伝導とともに

非弾性電流、熱散逸や非平衡電子による平均場力など

広範囲なエネルギー交換過程のシミュレーション基礎

理論構築と適用を行なう。 

【平成24年度実績】 

・計算コード QMAS の機能を拡張し、遷移金属酸化

物・有機導体等の電子材料研究に適用した。実験結果

に基づき WSi10クラスター薄膜の構造モデルを構築

し、第一原理計算で最適化構造・電子状態を求めた。

アモルファスのアルミナ・ジルコニア・ハフニアにお

いて、共通原子構造を見出した。層欠陥がある多層グ

ラフェンを調べ、谷分極した電気伝導という新奇な特

性を明らかにした。ナノ接合での電気伝導に加えてフ

ォノン伝導の第一原理計算プログラムを開発し、また、

固液界面での計算のため、粗視化力場の基礎理論を構

築した。 

 

【平成24年度計画】 

・引き続き、燃料電池の実用化及びリチウムイオン2次

電池の高容量化に向けて、金属、半導体、及び酸化物

／溶媒界面の電気化学反応、高分子電解質膜内のプロ

トン伝導、などの解析を行う。同時に水素貯蔵材料の

シミュレーション研究を行い、吸蔵特性を解析する。

本年度はこれらの研究の内、特にアルカリ電解質形燃

料電池に用いられるアニオン電解質膜の化学的劣化機

構をシミュレーションから明らかにし、より耐久性の

高い膜の設計指針を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・燃料電池酸素極に対して、酸素還元反応を阻害する表

面構造を明らかにした。リチウムイオン2次電池の電

極/溶媒界面に対して、リチウムイオンの脱溶媒和の

過程を明らかにした。また、水素貯蔵材料に対して、

格子欠陥に伴う水素吸蔵位置や微視的構造に関する実

験値を再現し、水素貯蔵特性変化の発現機構について

考察した。アルカリ電解質形燃料電池に対しては、ア

ニオン電解質膜の化学的劣化機構を明らかにし、鍵と

なる反応の抽出に成功した。膜の耐久性向上の為には、

この反応を阻害すれば良いという膜の設計指針を明ら

かにした。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノバイオ、ソフトマテリアル開発において重要な生

体機能や分子機能の解析のための分子シミュレーショ

ン要素技術（分子間相互作用の精密計算と分子モデリ

ング技術、自由エネルギー評価法）を高度化し、化学

反応機構、分子認識機構の解析、分子自己組織化構造

解析・安定性解析などを行う。平成24年度はこれらの

研究の内、特にカーボン材料における相互作用解析を

進めるとともに、カーボン材料が生体膜系に与える影

響などを明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・生体機能や分子機能の解析と予測のために必要な力場

開発等の分子シミュレーション要素技術の開発と、化

学反応機構、分子認識機構、分子自己組織化構造の解

析・安定性評価等を行った。具体的にはカーボン材料

の解析を行い、フラーレンの添加が生体膜の流動性に

与える影響を明らかにした。また、グライム系イオン

液体の相互作用を解析するとともに分子動力学シミュ

レーションを行い、グライム鎖長がイオンの輸送特性

に与える影響を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・大規模電子状態理論のコード（FEMTECK、FMO）

の開発研究、シミュレーション基礎理論(動的平均場

近似、時間依存第一原理計算)の研究を継続する。そ

して強相関材料が示す超伝導現象発現の予測、有機材

料を利用した光起電現象と材料劣化機構の解明、電気

化学反応機構の解明、レーザーを用いた非熱的材料加

工方法の研究を行い、バイオ・エレクトロニクス・エ

ネルギー材料の設計と開発を推進する。また、「京」

の次世代のスパコンのためのコードの高速化技法など

の開発にも注力し、NEC・東北大との共同研究を始

める。 

【平成24年度実績】 

・FMO および FEMTECK コードで大規模計算を可能

とし、電気化学反応機構解明のため水溶液中の赤外ス
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ペクトル解析、金属水素化物におけるイオン伝導を調

べた。強相関材料超伝導機構解明のために、有効相互

作用の周波数依存性のバンド幅への繰り込み、自己エ

ネルギー非局所性を考慮した動的平均場近似＋GW
法を準備した。時間依存第一原理計算によるシミュレ

ーション技術を開発し、レーザー加工・光起電材料劣

化機構の研究を進めている。NEC－東北大学と連携

して時間依存第一原理計算コードの高速化を確認して

いる。 

 

【平成24年度計画】 

・理論・シミュレーション技術を用い、有機デバイス材

料等の構造制御の理論的解明ならびに光機能・電子機

能の理論的開拓と特性解析をおこなう。 

【平成24年度実績】 

・有機半導体層における分子配列構造を予測し、計算化

学的手法を用いて、キャリアの性質を同定する ESR
解析の基本となる g 値や超微細相互作用の大きさを

明らかにした。さらに、輸送方程式を解くことにより、

有機半導体中の光電流および電荷密度の光強度依存性

の解析的な関係を求め、実験結果の解析を行った。 

 

2-(2) ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 

（Ⅰ-4-(2)を再掲） 

【第3期中期計画】 

 部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用

が可能なナノチューブや炭素系材料の開発を行うととも

に、これらの材料を産業に結び付けるために必要な技術

の開発を行う。具体的には、カーボンナノチューブ

（CNT）の用途開発と大量合成及び精製技術の開発を

行う。また、ポストシリコンの有望な新素材であるグラ

フェンを用いたデバイスを実現するため、高品質グラフ

ェンの大量合成法の開発を行う。さらに、有機ナノチュ

－ブについては、合成法の高度化と用途の開発を行う。

ダイヤモンドについては、大型かつ単結晶のウェハ合成

技術の開発を行う。 

  

2-(2)-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び

産業化技術の開発 

【第3期中期計画】 

・カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用

途開発を行うとともに産業応用を実現する上で重要な

低コスト大量生産技術（600g/日）や分離精製技術

（金属型、半導体型ともに、分離純度：95%以上；収

率：80%以上）等を開発し、キャパシタ、炭素繊維、

透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用す

る。また、ポストシリコンとして有望なグラフェンを

用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量

合成技術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の

合成法の高度化と用途開発を行う。 

【平成24年度計画】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業に試料を提供する。CNT の分散技術、及び

CNT とゴム、樹脂、金属との複合化技術の開発を行

い、100W/mk の高伝熱ゴム、0.01%以下の低添加で

高導電性を有する樹脂を実現する。歪みセンサーを活

用したセンサー、マイクロキャパシタなどのデバイス

開発を行う。eDIPS 法で合成した SWCNT の長さ、

結晶性の構造制御を行い、透明導電性フィルムの特性

を向上させる。 

【平成24年度実績】 

・スーパーグロース法の実証プラントを運営し、用途開

発企業などに試料を100件以上提供した。低ダメージ

の CNT の乱流分散技術を開発し、分散体をフッ素ゴ

ムと複合化することで95W/mK の高伝熱ゴム、また

樹脂と複合化することで0.01%の低添加で10-3S/m の

高導電性を有する樹脂を実現した。歪みセンサーを企

業に提供し実用化の課題を抽出、また、微細加工で製

造した電極を用いて、平面上で直列･並列で駆動する

マイクロキャパシタを開発した。eDIPS 法で合成し

た SWCNT の構造制御を検討し結晶性を G/D 比200以上

に向上することにより、透過率92%シート抵抗325Ω

/sq（従来値：透過率89%で405Ω/sq）まで、透明導

電性フィルムの特性を達成した。 

 

【平成24年度計画】 

・分子内包などによりカーボンナノチューブを高度化し、

エネルギー分野などへの応用研究を行う。また、分光

法による新規カーボンナノチューブ評価技術を開発す

る。バイオ応用では、経口投与におけるナノチューブ

やナノホーンの体内への取り込み量を調べ、薬剤送達

の可能性を調べる。カーボンナノチューブの近赤外発

光を用いた臨床検査システムの可能性を検討する。ボ

トムアップ型有機ナノ材料の実用化を目標として、有

機ナノチューブ材料の合成法高度化の対象品種の拡張、

多機能化技術の開発により同材料の優位性を明かにす

る。 

【平成24年度実績】 

・分子内包 CNT の半導体成分抽出およびフォトニクス

デバイス上での発光検出に成功した。溶液中の CNT
形状が偏光解消動的散乱法によって評価できることを

見出した。マウスに経口投与したカーボンナノホーン

は、生体内への取り込みが無く、消化器疾患部分への

薬剤送達に適していることを確認した。CNT 近赤外

蛍光ラベルを用いた免疫沈降アッセイが可能であるこ

とを示した。有機ナノチューブの品種拡張、多機能化

により、変性タンパク質を正常な立体構造に折り畳ま

せて活性を回復させる機能や抗がん剤の放出制御機能

を明らかにした。 
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【平成24年度計画】 

1) マイクロ波プラズマ CVD で合成するグラフェンの

品質をさらに向上し、高性能な透明導電膜用途、およ

びグラフェンの新たな用途への適用可能性を探索する。 

2) 熱 CVD による高品質グラフェンの電気特性評価を

行い、各種デバイス材料としての可能性の検討を行う。 

【平成24年度実績】 

1) プラズマパラメータの最適化、合成用基板である銅

箔の表面状態の平坦化・清浄化、銅箔からのグラフェ

ンの転写技術の向上、さらに安定したドーピング技術

を開発した。これにより透過率80%、シート抵抗数キ

ロΩであったグラフェン透明導電膜の性能が、10mm
角以上の領域で透過率87.5%でシート抵抗500Ω/sq
以下（2.9kΩ／層）に向上した。 

2) 熱 CVD による高品質グラフェンのホール効果測定

等による電気特性評価、TEM、XPS 等による評価を

実施し、転写工程で導入される欠陥など、電子デバイ

ス材料として使用する際の問題点を明らかとした。 

 

【平成24年度計画】 

・単層 CNT を金属型と半導体型に高純度かつ大量に分

離する技術の確立に向けて、さらなる基盤技術開発を

行う。大型カラムを用い、1g/day の処理量を可能と

する分離条件を確立する。分離 CNT を用いた高性能

デバイスの基盤技術開発では、半導体 CNT による

CMOS 型論理回路にむけ、ドーピングによる p 型薄

膜トランジスタ作製法の確立を目指す。また、低欠陥

高品質 CNT や分離金属型 CNT を用いた透明導電膜

の作製と評価も行う。未知の分離原理の解明に向け、

新規界面活性剤を用いたゲル分離の詳細な解析も行う。 

【平成24年度実績】 

・単層 CNT の金属型と半導体型の大量分離技術開発に

おいて、単層 CNT の分散･精製･分離の各工程を改善

し、全工程を通じて2g/day の処理量が得られる条件

を確立した。分離原理の研究では、単層 CNT とゲル

の相互作用が Lungmuir の吸着等温式に従い、その

吸着はエントロピー駆動で、金属型と半導体型の吸着

定数の違いにより分離されることを見出した。また、

正孔注入分子を内包した半導体型 CNT を用いたドー

ピングによる p 型薄膜トランジスタの作製に成功し

た。分散剤除去が不要な簡便な透明導電膜の作製法を

確立した。 

 

2-(2)-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

【平成24年度計画】 

・次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、

単結晶ダイヤモンドの成長技術及び結晶欠陥評価等の

技術を利用した低欠陥2インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

【平成24年度実績】 

・ダイレクトウェハ化技術とモザイク接合技術を駆使し

て、ウェハ面積では直径2インチを大きく越える

40mm×60mm 接合ウェハを実現した。 

 

2-(3) 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械シス

テム製造技術（Ⅰ-5-(4)を再掲） 

【第3期中期計画】 

 産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献する

マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術の開発

を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生産す

るための大面積製造技術の開発を行う。また、バイオ、

化学、エネルギーといった異分野の MEMS デバイスを

融合及び集積化する製造技術の開発を行う。さらに、安

全・安心や省エネルギー社会実現に貢献する MEMS デ

バイスを利用したユビキタスシステムの開発を行う。 

  

2-(3)-① 高集積、大面積製造技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発

する。具体的には、100nm より微細な3次元構造体を

メートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負

荷でレジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材

料等を用いて MEMS を量産するための基盤技術を開

発する。 

 

【平成24年度計画】 

・微細成型技術による MEMS 製造プロセスを開発し、

制御回路を含むプロトタイプデバイスを試作すること

により、デバイスとしての性能を検証する。 

・異種デバイス集積化のためのチップ高速位置決め技術

を確立し、これを利用して多数チップの一括接合・転

写プロセスを開発する。 

【平成24年度実績】 

・射出形成を用いた微細成型技術により MEMS ミラー

デバイスを低コストで作製する技術を開発し、試作し

た駆動および制御回路により可変照明動作を実現した。 

・キャリアウエハ上に疎水性の単分子膜をパターニン

グすることで、水の表面張力を利用する微小デバイス

チップの高速位置決め技術を開発し、多数チップの一

括接合・転写プロセスのために必要なキャリアウエハ

とチップの結合力を制御するプロセスも合わせて開発

した。 
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2-(3)-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

【第3期中期計画】 

・安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマ

イクロシステムの実現のために、バイオ、化学、エネ

ルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した

MEMS デバイスを製造するための技術及び低消費電

力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造技術を

開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信

機能付きセンサチップを試作し、オフィス、クリーン

ルーム等の製造現場の消費エネルギーを10%削減する

ためのシステム技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・マイクロリアクターにおける多相流動制御に関して、

シミュレーションを援用する設計手法を開発し生産性

向上を図る。本体サイズ5mm 角以内のオフィス環境

計測用プロトタイプ無線センサ端末を試作するととも

に、引き続き所内クリーンルームおよび100店規模以

上の小規模店舗にて消費エネルギーを10%削減するた

めのシステム技術を開発する。また、ライフインター

フェースデバイスとして、牛のルーメン内の pH、温

度、加速度を連続測定することが可能なプロトタイプ

無線センサ端末を試作する。 

【平成24年度実績】 

・多相反応を伴うマイクロ流路の動特性を予測可能なシ

ミュレーション技術を開発し、触媒反応型マイクロリ

アクターの並列運転に成功した。本体5mm 角のオフ

ィス環境（温湿度）計測用無線センサ端末のプロトタ

イプを試作し、動作を確認した。小規模店舗1700店舗

に無線電力センサシステムを実装して5%以上の省エ

ネを達成するとともに、所内クリーンルームにて夏季

消費電力平均値で平成22年度比約63%の削減を達成し

た。プロトタイプを用いた実験により、牛ルーメンセ

ンサ端末の無線周波数帯、形状・重量等の仕様を決定

した。 

 

３．情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と

新サービスの創出への貢献 

【第3期中期計画】 

 我が国のサービス産業を活性化させるために、既存の

サービスの生産性を向上させると同時に、新サービス

の創出に貢献する技術の開発を行う。サービス生産性

を向上させるために、サービスプラットフォームの整

備、科学的手法の導入、ロボット化の推進を行う。ま

た、複数の既存技術を融合させ、新サービス創出を目

指す。 

  

3-(1) 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

【第3期中期計画】 

 科学的手法によりサービス生産性を向上させるために、

サービス利用者及び提供者の行動を理解した上で、必要

な情報の現場におけるセンシングと、得られた大規模実

データのモデリングによる利用者行動のシミュレーショ

ンを基に、サービス設計を支援する基盤技術と導入方法

論の開発を行う。また、サービス工学基盤技術について

は、10以上の業種や業態において25件以上の組織へ導入

することを目指し、サービスの幅広い選択を可能にする

技術の開発を行う。 

  

3-(1)-① サービス最適設計ループ構築のためのサービ

ス工学基盤技術 

【第3期中期計画】 

・サービス生産性向上を目的とし、サービス利用者及び

提供者の行動を理解した上で、必要な情報を現場でセ

ンシングし、得られた大規模実データをモデリングし

て利用者行動をシミュレーションすることで、サービ

ス設計を支援するサービス工学基盤技術と導入方法論

を開発する。再現性が検証された方法を確立し、共同

研究等により、10種以上の業種や業態において25件以

上の組織への開発技術の導入を図り、その一般化と普

及を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・行動計測、環境モデリングを含む複合現実情報循環技

術の実用化を推進する。大規模データ活用支援技術を、

生活者行動に基づくデータを実生活現場で収集しなが

ら開発する。センシングとインタラクションによる介

護プロセスのデジタル化、及びプロセス知識の構造化

と検索による従業員支援技術を開発する。マルチエー

ジェントシミュレーションや予約メカニズムを改良し、

人流シミュレーション、農水産物取引、医療でのシミ

ュレーション教育等での実証実験を行う。6件以上の

組織への開発技術の試験導入または実導入を図る。 

【平成24年度実績】 

・行動計測、環境モデリングを含む複合現実情報循環技

術のうち屋内行動観測技術を実用化した。大規模デー

タ活用支援技術を、アパレル、化粧品販売現場で消費

者行動データを収集しながら開発した。センシングと

インタラクションによる介護プロセスのデジタル化と

して介護記録の支援システムを開発し、プロセス知識

の構造化と検索による介護従業員支援を実現した。マ

ルチエージェントシミュレーションと予約メカニズム

を改良し、隅田川花火大会での人流シミュレーション、

東北地区の水産取引で実証した。全体で11組織に技術

導入した。 

 

3-(1)-② サービスの幅広い選択を可能にする技術 

【第3期中期計画】 

・公共性の高いサービス等が安全かつ標準的に利用でき

る環境の実現を目的として、利用者が自分自身で個人
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情報を管理でき、サービスの内容や価値に応じて複数

のサービスが連携できるような標準的な技術を開発す

る。このサービスフレームワークの有効性を行政や医

療や研究等の5種類のサービスにおいて実証する。 

 

【平成24年度計画】 

・プライバシを守りながら多様な個人データを本人が集

約して活用し社会的に流通させる方法、それと連動し

て個人の社会参画を支援する技術、および災害時に個

人や組織の活動を継続させる方法を具現化する。デー

タ形式の集合的な標準化のサービスとこれらを連携さ

せることにより、具体的なサービスを実現する。これ

らの技術を普及させるための戦略を立案するとともに、

産業界と連携してそれを推進する。 

【平成24年度実績】 

・個人データを本人が安全かつ容易に蓄積・管理し、範

囲を限定して他者と共有し活用できるようにするソフ

トウェアツール（PDS）のうち PLR の基本設計をま

とめ、また SLF について個人データの分散管理を実

現する実装を行なった。この技術は、個人の社会参画

を支援し、災害時にも社会活動の継続と復興を容易に

すると期待される。データ形式の集合的な標準化のサ

ービスと PDS を組み合わせることにより、既存のサ

ービスを相互連携させて健康管理等の新たなサービス

を生み出す技術を開発した。これらの技術に基づくビ

ジネスモデルを策定し、それを事業化してこうした技

術を普及させるためのベンチャー企業の設立につなげ

た。 

 

3-(2) 高度情報サービスプラットフォームの構築 

【第3期中期計画】 

 サービス生産性を向上させるために、利用者の利便性

及び生産性とサービス提供者の資源利用効率を共に高め

るクラウド型プラットフォームの開発を行う。また、ス

ケーラブルな知識基盤を構築しうるミドルウェアの開発

を行い、地球科学や生命情報科学等の E-Science 分野に

おいて10ペタバイト（10の16乗）程度のデータを対象と

した実証実験を行う。 

  

3-(2)-① クラウドの適用範囲を広げるミドルウェア技

術 

【第3期中期計画】 

・クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能に

するために、個々の利用者に提供される仮想インフラ

に専有ハードウェアと同等の利便性を持たせ、さらに

負荷に応じて再構成可能とする技術を開発する。具体

的には、仮想インフラの性能保証方式、仮想インフラ

の資源利用状況モニタリング技術、管理組織にまたが

る仮想インフラ動的再構成技術を開発する。開発され

た技術が10以上の複数管理組織から提供される10,000

以上の資源にまで適用可能であることを示し、高精細

映像配信等の応用で動作を確認する。 

 

【平成24年度計画】 

・クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能に

するために以下の研究開発を行う。 

1) ネットワーク資源管理システムに認証等の機能を組

み込むとともに、マルチレイヤネットワーク対応の設

計を行う。ネットワーク資源管理インタフェースの標

準化の進展に合わせて参照実装を改良する。 

2) ストレージ資源の利用状況の蓄積管理機構の開発を

開始する。高性能 MapReduce フレームワークを実ア

プリケーションへ適用し、性能評価と改良を行う。 

3) 商用パブリッククラウドと事業所内クラウドの連携

について、連携方式を検討するとともに、実証実験を

行う。 

【平成24年度実績】 

・クラウド型情報インフラをより広く適用するために以

下を行った。 

1) ネットワーク資源管理に認証機能を組み込み、マル

チレイヤネットワーク対応の設計を行った。NSI 標

準の発展に追従し参照実装を改変し、実証実験を行い

有効性を実証した。 

2) ストレージ資源の利用状況の蓄積管理機構の開発を

開始し、高性能 MapReduce フレームワークをアプリ

ケーションへ適用し、性能評価と改良を行った。 

3) パブリッククラウドと所内クラウドの連携方式を検

討し、プロトタイプシステムを構築し実装可能性を確

認した。 

 

3-(2)-② スケーラブルな知識基盤を構築するサービス

指向ミドルウェア 

【第3期中期計画】 

・サービスの高度化、大規模化を支えるスケーラブルな

情報処理基盤の実現を目的として、データ所在の仮想

化やメタデータの付与等により、分散したエクサバイ

ト（10の18乗）級のデータを構造化できるデータ統合

ミドルウェアを開発する。地球科学や生命情報科学等

の E-Science 分野において10ペタバイト（10の16乗）

程度のデータを対象とした実証を行う。成果普及のた

めの国際標準を提案する。 

 

【平成24年度計画】 

・データベース統合ミドルウェアについては、データ検

索についてのスケーラビリティの向上と共に、データ

更新を扱う方式を研究開発する。同時に、検索・解

析・更新といったデータ操作の連携に伴なう処理手順

の最適化の方式を研究開発する。メタデータ検索につ

いては、試験サービスからのフィードバックを得て改

良し、実用サービスへ提供可能にする。標準化ついて
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は策定した仕様の普及のための活動を行うと共に、ソ

フトの改良を行う。方式研究は1ペタバイト以上のデ

ータを対象とした評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・データベース統合ミドルウェアは、性能の向上と異種

フォーマットの検索、データ更新の検知機能をそれぞ

れ開発、実装した。データ操作の連携に伴う処理手順

について、MapReduce に適合型の最適化手法を応用

して応答性能を向上した。メタデータ検索ソフトは並

列検索による改良版を GEO Grid へ提供し、1ペタバ

イト程度の衛星データアーカイブへの検索サービスを

実現すると共に方式研究の有効性を確認した。OGF
標準は策定仕様を応用に展開して普及を図り、OGC
標準は改訂に対応するソフトの改良を行った。 

 

3-(3) サービスの省力化のためのロボット化（機械

化）技術 

【第3期中期計画】 

 ロボットの導入により、サービス産業の生産性と品質

向上を目指す。また、人の QOL を向上させるために、

人の生活行動や操作対象のモデル化技術、ロボットの自

律移動技術やロボットによる物体の把持技術、ロボット

と人とのインタラクション技術の開発を行う。特に、生

活支援ロボット基盤技術として1日の人の行動様式の

50%以上、数十平方メートルの生活環境の80%以上、操

作対象を30個以上記述可能な人間観察モデル化技術の開

発を行う。 

  

3-(3)-① QOL 向上のための生活支援ロボット基盤技

術 

【第3期中期計画】 

・自律性の高い生活支援システムの社会導入に向けて、

1日の人間の生活行動の50%以上、数十平方メートル

の生活環境の80%以上、操作対象を30個以上記述可能

な人間観察モデル化技術を開発する。 

高齢化社会における QOL 向上を目指し、家庭や施設

等における実用レベルの生活支援ロボットを開発する。

具体的には、家庭や施設等での行動解析に基づき必要

となる支援サービスを定義し、屋内のあらゆる地点で

精度5cm 以内の精度を有する屋内移動技術、15種類

以上の日常生活用品を対象とした物体把持技術、予備

知識を必要としない高齢者とのインタラクション技術

等を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・測域センサからの人発見性能を、現状では発見困難な

2平米／人程度の人数、環境の近くでは距離50cm、遠

距離では12～20m までそれぞれ向上させる。人の立

位、座位、手を差し出している姿勢のデータベースを

構築し、距離画像から得られた人の関節角データから

人の活動記録を行う技術を確立する。運動中の人体の

距離画像列から、各画像の隠れに頑健な4次元再構成

手法を確立し、手や全身の4次元画像を10以上生成す

る。人が対象物体のどの場所を把持しているか、10以

上の物体のデータベースを構築し、これを利用した把

持計画手法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・測域センサから人間の軌跡を2平米／人程度の人密度、

環境からの離隔距離50cm、最大検出距離20m でオン

ラインで検出する手法を実現し、延べ十万人規模の軌

跡検出の実証実験を行った。人の立位・座位・歩行姿

勢・手を差し出している姿勢のデータベースを構築し、

距離画像センサから得られた人の関節角データから人

の活動記録が可能になった。運動中の人体の距離画像

列から、各画像での隠れを補完した4次元形状再構成

手法を確立し、手や全身の4次元形状を10以上計測し

た。対象物の把持において重量物を把持する計画手法

を確立した。 

 

【平成24年度計画】 

・実用レベルの生活支援ロボット開発のために以下を行

う。 

1) 生活支援ロボットのコスト・ベネフィット分析のた

め、アームロボットおよびコミュニケーション支援ロ

ボットの効果指標の試作と評価実験を行う。また支援

ロボットや支援機器を組み合わせて利用した場合の効

果検証・コスト解析を行うためのツール開発を行う。 

2) 平成23年度に達成できなかった残り70種類の日常物

品について、物品を構成するパーツと扱い方の観点か

ら分類とモデル化を行う。更に、これまでの各モデル

に対して機能と形状について階層的に表現し体系化す

る。 

【平成24年度実績】 

・実用レベルの生活支援ロボット開発のために以下を行

った。 

1) 生活支援アームの ICF に基づくベンチマークを開

発し、2種類のアームの評価を行った。また、人の両

手の機能的な違いを ICF に基づき分析した。さらに、

支援ロボットのベネフィットを登録するシステムを構

築し、約100件の機器についての情報を収集し、ICF
を用いて検索可能にした。 

2) 把持技術に関しては、JICFS コード表の中から、

ロボットの把持対象となりうる日常物品を70種類選定

し、物品を構成するパーツと扱い方の観点から分類と

モデル化を行った。平成23年度に整備した30種類と合

わせて100種類の日常物品について、主要な用途に関

連するパーツを主要パーツと定義し、特に主要パーツ

が容器である場合について、主要パーツとそれに付属

するパーツの接続関係から階層ツリー構造で日常物品

を表現した。 
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【平成24年度計画】 

・机上に置かれた衣類を持ち上げた後、衣類の状態をよ

り推定しやすくするアクションを活用し、連続的な持

ち替えを確実に行う手法を開発する。また、トラッキ

ング機能の高速化を図るとともに、対象衣類とロボッ

トの手先の相対的な位置関係を用いて衣類をロバスト

に操作する手法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・連続的な持ち替え動作を確実に行うため、1）能動的

に動作後の形状を絞り込む、アクションと画像処理の

連動手法、及び、2）双腕間の相対関係を重視する動

作計画自動生成手法を開発した。SURF 特徴点の高

速抽出法を開発し、布状物体のトラッキング処理を高

速化した。ロボットの手先を衣類に近づけた後、その

位置関係を再度確認してから把持する手法を改良し、

よりロバストな把持操作を実現した。 

 

3-(3)-② サービス産業のためのロボット自律移動技術 

【第3期中期計画】 

・サービス産業を省力化するためのロボット基盤技術を

開発する。具体的には、人間と協働する搬送や清掃等

のサービスロボットを安全に運用するための機能安全

国際規格 SIL に適合可能なビジョンセンサ技術、土

木や農業等の屋外移動作業システムを精度20cm 以内

で高精度移動制御する技術等を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・配送作業、土木作業等の BtoB サービスを対象に、以

下の研究開発を行う。 

1) 高速ビジョンによる形状センシング技術に関して、

安全センサとして利用することを想定した10Hz 以上

での処理技術を開発し、屋外環境を模した試験装置に

て性能評価を行う。 

2) 土木・農業・鉱山等の屋外移動作業システムを制御

パラメータの見直し等により、精度30cm 以内で高精

度移動制御する技術を確立する。 

【平成24年度実績】 

・配送作業、土木作業等の BtoB サービスを対象に、以

下を実現した。 

1) 高速ビジョンによる形状センシング技術に関して、

形状計測に必要な投影パターンの単波長化、固定投影

パターンのみを用いたキャリブレーションから計測ま

で行うシステムを開発し、10Hz 以上での形状計測を

実現した。 

2) 土木・農業・鉱山等の屋外移動作業システムで経路

追従の曲線のパラメータ切り替えにより、途中経路の

精度平均値30cm 以内を実現した。 

  

3-(4) 技術融合による新サービスの創出 

【第3期中期計画】 

 既存の技術を融合させることで新サービスの創出を目

指す。具体的には、メディア処理とウェブでのインタラ

クションの融合によるコンテンツサービス、情報技術と

災害軽減、危機管理、環境保全、資源探査等の技術を融

合した地理空間情報サービス、メディア技術とロボット

技術の融合による新たなサービスの創出を目指す。特に

新サービス創出のためのヒューマノイド技術として、ヒ

ューマノイドロボットによる段差1cm、傾斜2度以上の

凹凸のある床面の平均時速3km 以上の歩行を実現する。 

  

3-(4)-① メディア処理技術とインタラクション技術を

融合したコンテンツサービス創出、利活用技術 

【第3期中期計画】 

・コンテンツを一層身近で手軽に活用、創造できる新サ

ービスを創出するために、ユーザによるコンテンツ利

活用を促すインタラクション技術と、コンテンツの生

成、加工、認識、理解等を可能にするメディア処理技

術を高度化し、融合する。具体的には、ユーザを対象

とした実証実験等を通じて、コンテンツの検索、推薦、

鑑賞及び制作、エンタテインメント、ユーザインター

フェース等に関する融合技術を開発し、新サービスを

３種以上創出する。 

 

【平成24年度計画】 

・新サービス創出に向けてインタラクション技術とメデ

ィア処理技術を活用した研究開発を行う。 

1) ユーザ貢献増幅型 Web コンテンツ活用技術に関し

て、音声や音楽等に関する Web 上のサービスの研究

開発を継続して実証実験と機能改良を実施し、新たな

サービスを検討して提案する。 

2) 音楽情報処理技術に関して、時系列的に変化する混

合音を扱える音楽音響信号理解技術、歌声間の関係性

がわかる歌声情報処理技術等を開発する。 

3) ユーザによるコンテンツ利活用を促すインタラクシ

ョン技術を検討し、信号処理あるいは機械学習との融

合技術等を開発する。 

【平成24年度実績】 

・新サービス創出に向けてインタラクション技術とメデ

ィア処理技術を活用した以下の研究開発を行った。 

1) 能動的音楽鑑賞のための新サービス Songle を研究

開発してプレス発表し、Web 上で一般公開して実証

実験を開始した。音声情報検索サービス PodCastle
の機能も改良し、実証実験を継続した。 

2) 無限複合自己回帰モデルにより音源も考慮できる混

合音理解技術、歌声の関係性を可視化した歌声生成イ

ンタフェースを開発した。 

3) 信号処理・機械学習に基づく音響ダイアライゼーシ

ョン技術を、動画コンテンツの高速鑑賞のためのイン

タラクション技術と融合した。 
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3-(4)-② 地理空間情報の高度利用技術と新サービス創

出 

【第3期中期計画】 

・地理空間情報の新サービスを創出するため、多種多様

な地理空間データへの統一的アクセスサービス等の基

本サービス群を開発し、整備する。さらに応用システ

ムの構築を容易にするための再利用可能なミドルウェ

アを開発し、提供する。これらにより、災害軽減、危

機管理、環境保全、資源探査等に関する応用システム

を４件以上構築し、実証実験を実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・地震動マップ即時推定システム（QuiQuake）、土地

被覆・標高検証システム（SDCP）については改良お

よび機能強化を、また、海上風況把握システムについ

てはそのアルゴリズム開発を、前年度に引き続き行う。

衛星画像・現地観測統合システム（SFI）については、

5つ以上のフラックス観測データと3つ以上の衛星デー

タを統合検索するシステムを構築する。また、時空間

データ処理のワークフローシステムを構築し試験提供

すると共に、時空間データとテキストデータの連携技

術について研究開発する。 

【平成24年度実績】 

・地震動マップ即時推定システムについては、システム

の可搬性向上と、液状化危険度マップを生成する機能

強化、土地被覆・標高検証システムについては KML
への対応等の機能強化、海上風況把握システムについ

ては大気安定度の影響を補正するアルゴリズム開発を

行った。6つのフラックス観測データと3つの衛星デー

タを統合検索する衛星画像・現地観測統合システムを

構築した。時空間データ処理のワークフローシステム

Lavatube 2を開発した。時空間データとテキストデ

ータの連携技術を開発し、画像のクラスタリングによ

る土地利用の解析を行った。 

 

3-(4)-③ 新サービスの創出のためのヒューマノイド基

盤技術 

【第3期中期計画】 

・ヒューマノイド技術を活用した新サービスの創出を目

的として、メディア技術との融合によりコンテンツ産

業を支援するロボットサービス、人動作解析技術等と

の融合による人動作模擬サービス等を創出するヒュー

マノイド基盤技術を開発する。具体的には、全身動作、

表情及び音声を統合した振舞の生成、段差1cm、傾斜

2度以上の凹凸のある床面の平均時速3km 以上の歩行、

簡易な指示による未知環境の移動や簡易作業、高齢者

等の人動作の模擬等を実現する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・簡易な指示による未知環境の移動や簡易作業を実現す

るために、接触を伴う動的な動作を安定に実現する運

動計画制御技術、平均時速2km 以上の不整地歩行を

実現する技術、障害物を3次元的に回避しながら移動

を行うための着地点計画技術等を開発する。また、人

間型ロボットの各身体部位が互いにからみあうような

振舞を生成できる技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・複数接触に対応する動力学を統合した最適化手法によ

る運動計画制御技術および、体重の10%までの予期せ

ぬ接触力に対応できる歩行生成技術を開発した。

CapturePoint の積分誤差補償の導入により、1cm 段

差不整地での平均時速2.11km 歩行を実現した。着地

状態を推定し適切な着地位置を探索することで、3次

元障害物に対応可能な着地位置計画技術を開発した。

また、全ての身体部位間の相対位置の変化を最小化す

ることにより身体部位が絡み合う振舞を実現する動作

軌道適用手法を開発した。これまで研究開発してきた

技術を活用し、ヒューマノイドを用いた装着型アシス

ト機器の定量的評価の可能性を示すとともに、東京電

力福島第一原子力発電所廃止措置に貢献する高所調査

用ロボットシステムを企業とともに開発した。 

 

3-(5) 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

【第3期中期計画】 

 情報システム製品のセキュリティ評価技術を確立する

ために、情報システムにおける事故を未然に防ぐととも

に事故が起きても被害の拡大を防ぐセキュリティ対策技

術、情報基盤自体を高信頼なものにするための検証法や

開発支援ツール及び情報基盤の安全性評価に関する技術

の開発を行う。特に、情報システムの高信頼、高安全及

び高可用化技術において、基盤情報システムの大半を占

める１兆状態以上のシステムに対するテストケース自動

生成技術の開発を行う。 

  

3-(5)-① 情報システム製品のセキュリティ評価技術 

（Ⅳ-3-(1)-⑥へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウ

ェア等、情報システムの中核をなす製品の脆弱性分析

や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評

価制度を見据えた技術を開発する。また、当該技術等

について、我が国の電子政府推奨暗号評価等での活用

を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに

組み込み可能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証

済みライブラリとして公開する。 

 

【平成24年度計画】 

・サイドチャネル攻撃実験と動的再構成機能検証を可能

とする評価ボードを製造し、これを用いて攻撃・対策

手法の評価実験を行う。また、これらボードの制御回
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路やソフトウェア等の開発・改良を実施し、新しい物

理攻撃への拡張性を向上させる。このほか、デバイス

の偽造防止技術 PUF の評価手法を開発し、実利用に

向けた研究活動を行う。また、IC チップの新たな安

全性評価技法として、高度なレーザー攻撃技法、高度

な電磁界攻撃技法、それらの組み合わせの研究を実施

する。国内の試験機関等と情報交換し、次期評価技法

としての採用を働きかける。 

【平成24年度実績】 

・28nm FPGA を搭載し、サイドチャネル攻撃と動的再

構成機能を28nm FPGA 上で評価・検証できるボード

を製造した。微細プロセスでは電力より電磁界解析攻

撃が優位であることを実験により示した。ソフトウェ

アの開発・改良により新たな物理攻撃手法への拡張が

容易になり、ダブルレーザーにより誤動作を起こす実

験を行ったほか、他の攻撃手法との組み合わせ効果を

検討した。これらをコンソーシアムなどで情報交換し、

評価機関が評価技法候補として検討を開始した。 

・独自 PUF の検証実験や企業の PUF チップの評価実

験を行い、模倣品検出や市場展開について企業と意見

交換した。 

 

【平成24年度計画】 

・実用的暗号ライブラリを形式的に検証するため、C 言

語プログラムなどの実装の検証に必要な仕組みを引き

続き整備するほか、暗号通信プロトコルの形式化記述

を定理証明支援器上に作成し検証に用いる手法につい

て、また形式化仕様記述を元にソフトウェアの適合性

検査を自動化、効率化する仕組みについても研究を行

う。また、定理検証器上での暗号や実装などの安全性

証明に必要となる情報理論・確率論や論理学など各種

数学理論の検証器上での定式化・ライブラリ化も引続

き行なう。 

【平成24年度実績】 

・C 言語プログラムの検証に必要な仕組みを整備し、

TLS 標準プロトコルの仕様記述を定理証明支援器上

に作成し、既存 C言語実装の仕様との整合性を検証し

た。ソフトウェアの適合性検査を自動化、効率化する

仕組みについても、詳細な仕様を記述する言語を設計

し、TLS 標準プロトコルの初期化処理を対象に、参

照実装と2000件以上の意図的な異常通信を自動生成し、

既存実装の網羅的検査を行ない複数の誤りを発見した。

その記述に必要な数学理論の形式化についても、具体

的な数学定理の定理検証器上での詳細な定式化に初め

て成功し、ライブラリ化を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・量子暗号技術の現状と従来の暗号について、引き続き

整合性を整理し、現状における利用可能性の観点から

情報収集、分析を行う。特に、部品として脆弱な性能

を持つ装置を組合わせることによって達成できる安全

性の評価を重点的に行う。 

【平成24年度実績】 

・光子検出器に用いられるダイオードが外部からの悪意

ある光刺激によって応答を任意に制御される脆弱性に

ついて、ダイオードのカスケード的配置により受光シ

ステムとして光子数分解能を獲得させる対策手法を評

価し、本光学的配置による量子効率の低下と光子数分

解能のトレードオフ関係から安全な鍵の生成率につい

て最適解を求めた。また、実機開発実績を有する民間

企業との共同研究を実施、鍵蒸留プロトコルの安全な

設計について考察し、共同研究報告書としてのとりま

とめを行った。以上の成果と従来の成果をあわせ、中

期目標を達成した。 

 

3-(5)-② 情報システムの高信頼、高安全、高可用化技

術 （Ⅳ-3-(1)-⑦へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・情報システムの形式モデルベーステストによるケース

自動生成技術を開発してシミュレーション技術への統

合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める

1兆状態以上のシステムに対して、技術の有効性を検

証する。さらにシステムの設計、開発、試用、改変、

譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべ

きテストや検証法のガイドラインを策定し、評価技術

を開発する。また、設計と開発を中心にシステムのラ

イフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

  

【平成24年度計画】 

・テスト設計支援ツール FOT は、技術評価のための受

託研究（A-STEP 事業・1年）を企業と共同実施。企

業側には、評価実験のための題材の提供と実験フィー

ドバックの研究協力を予定。並行して高速化、計算原

理の数理的検証を実施予定。テスト記述言語 SENS
も、並列化による高速化を行う予定。消費者機械規格

の規格策定を継続する。国内は IPA/SEC の関係部会

内 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム に 参 加 、 海 外 で は

OMG/System Assuarancce タスクフォースに参加を

継続。2年以内の OMG 規格化を目指す。 

【平成24年度実績】 

・FOT の技術評価を A-STEP 事業を通じて企業と実施

し、商品化へ向けた協議を進めたほか、FOT 法によ

るテスト設計とペアワイズ法を組み合わせてテストケ

ース検証の大幅な高速化を実現した。SENS 処理系

に対しては、MPI ライブラリにより並列計算実装し、

高速化を実現した。また、実開発事業を通じて、安全

性の分析技術と保証技術の開発を行った。保証技術は、

OMG/System Assuarancce タスクフォースで各国の

提案を募集し、来年度以降の審議・OMG 規格化の見

通しを得た。消費者機械規格は、IPA/SEC の関係部
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会内プロジェクトチームに参加して、メタモデルの開

発を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、システムのライフサイクルを支援するツー

ルチェーンをオープンスタンダードとオープンシステ

ムに基づいて開発し、PBL 演習に提供する。平成24

年度は、平成23年度に公開したデプロイメントパッケ

ージ（DP for Basic Profile）を、筑波大学との共同

研究に基づいて、同大学大学院の演習「PBL 型シス

テム開発」に適合させたデプロイメントパッケージ

（DP for PBL）を開発し、公開する。 

【平成24年度実績】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、平成23年度に開発し、成果物として公開し

ているデプロイメントパッケージ DP for Basic 
Profile に基づいて、DP 開発者自身がソフトウェア

開発を行うパイロットプロジェクトを実施することで

DP の妥当性確認を行い、改訂版の開発を行い、ベー

タ版として Web で公開した。また今まで行ってきた

PBL 演習の調査に基づき、共同研究先である筑波大

学大学院での PBL 演習の環境や方法を考慮した DP 
for PBL を開発し、Web で公開した。 
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Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、

評価基盤の整備 

【第3期中期計画】 

 イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるた

めに必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並びに

生産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。また、

信頼性ある計測評価結果をデータベース化し、産業活動

や社会の安全・安心を支える知的基盤として提供する。

さらに、製品の安全性や適正な商取引、普及促進に必要

となる製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を

行い、試験評価方法の形で提供するとともにその標準化

を行う。 

  

１．技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立

のための計測基盤技術 

【第3期中期計画】 

 先端的な技術開発を支援するために必要となる分解能、

応答性に優れた材料計測、解析、評価技術及び安全の基

盤として必要な構造物診断技術等の計測、解析、評価技

術の開発を行う。また、それらの産業界への普及と標準

化を行う。さらに、製品の品質と生産性を高めるうえで

重要な、生産現場で発生する計測にかかわる技術の開発

を行うとともに、開発した計測、解析、評価技術を統合

し、現場に直接適用可能な計測ソリューションの提供を

行う。 

  

1-(1) 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解

析技術及び評価基盤技術 

【第3期中期計画】 

 産業や社会に発展をもたらす先端的な技術開発を支援

する計測、解析、評価技術の開発を行う。具体的には、

有機材料、生体関連物質における分子レベルの評価に必

要な計測技術の開発を行う。また、ナノレベルからマク

ロレベルにわたり俯瞰的に材料の構造と機能を評価でき

るナノ材料プロセス計測及び解析技術の開発を行う。さ

らに、安全性及び信頼性評価における基盤技術として必

要な、構造物診断を可能にする計測、解析及び評価基盤

技術の開発を行う。これらの成果を、技術移転等を通じ

て産業界に普及させる。 

  

1-(1)-① 有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開

発 

【第3期中期計画】 

・社会的に関心の高い有機又は生体関連物質等ナノ物質

を評価するために、飛行時間型質量分析法による分子

量測定、円二色性不斉分子の分析等による分子構造解

析、分子イメ－ジング等の計測技術を開発し、8件以

上の技術移転を実施する。 

 

 

【平成24年度計画】 

・ライフイノベーション関連の計測分析技術開発におい

て以下の開発を行う。 

1) 超伝導ナノストリップ検出器の信号を単一磁束量子

（SFQ）回路によりデジタルパルスに変換し、生体

分子の凝集体等の質量分析を実現する。 

2) 植物の環境応答に関係している分子がどのように植

物組織内に分布しているかを明らかにするために、シ

ロイナズナ葉断面のマトリクスフリー赤外レーザーイ

オン化を実現する。 

3) 円偏光を用いた CD 計測技術を用いて、真空紫外領

域においてアミロイドβ等の CD を計測するとともに、

テラヘルツ領域における CD 計測装置を設計する。

LCS-X 線を高輝度化して10^8photon/s の輝度とする

とともに10Hz で生体試料等の動画撮影を行うシステ

ムを構築する。 

4) CNT の生体内分布計測用フッ素標識プローブを2種

類以上合成する。機械式ホモジナイザーによる動物試

験用 CNT 長尺分散液を完成させる。 

5) ナノ物質有害性評価のために、ミリメートル領域の

広範囲肺組織観察とナノレベル高空間分解能観察を、

光学顕微鏡とレーザー共焦点顕微鏡を組み合わせるこ

とにより確立する。 

【平成24年度実績】 

・ライフイノベーション関連の計測分析技術開発を行っ

た。 

1) 超伝導ナノストリップ検出器と単一磁束量回路によ

る質量分析を実現した。 

2) 数10ナノ秒赤外パルスレーザーを照射したマトリク

スフリー質量分析イメージングに成功した。 

3) アミロイドβ等の CD 計測を可能とした。10^8光子

/s のＸ線高輝度化の目処と、10Hz 動画撮影システム

を構築した。 

4) フッ素標識プローブは合成できなかったが、CNT
長尺分散液の調整方法を確立した。  

5) ミリ領域とナノ空間の統合的観察実現による生体反

応追跡が可能となった。 

 

1-(1)-② ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計測

並びにその統合的な解析技術の開発 

【第3期中期計画】 

・ナノ材料・デバイスの広範なスケ－ルにおける構造及

び機能に関する計測技術の開発及び多変量解析等の情

報の統合的な解析技術を開発する。サブナノメートル

からミリメートルオーダーの機器分析情報の中から、

二つ以上のスケールの情報を統合し構造と機能の関係

の定量化技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・グリーンイノベーション関連の計測分析技術開発にお
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いて以下の開発を行う。 

1) 実環境として湿度制御大気圧下において、陽電子に

よる原子レベル欠陥の計測技術を確立する。  

2) 省エネ半導体 SiC 中の微量軽元素である窒素ドー

パント（300ppm）の X 線吸収分光測定を実現する。 

3) 軽元素材料の単結晶 X 線構造解析について、原子

構造の精密決定に有効な統計学的構造推定手法を開発

する。 

4) レーザーアシスト電界蒸発現象のレーザ照射条件依

存性の解明、巨大クラスターイオン励起源 SIMS の

高質量域（m/z：数千～1万）の測定を実現する。 

5) レーザー過渡吸収分光法により色素増感太陽電池の

電荷分離過程等を10um の空間分解能で測定する。 

6) 空間相関解析により物性マップ情報の統計的な特徴

抽出手法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・グリーンイノベーション関連の技術開発を行った。 

1) 湿度制御大気圧下で陽電子欠陥計測を実現、高分子

膜空隙の変化観測に成功した。 

2) SiC 中微量窒素ドーパント（300ppm）の X 線吸収

分光測定を実現した。 

3) 最尤法活用結晶構造モデルの新評価規準の一般化に

成功した。 

4) レーザーアシスト電界蒸発現象の主要因を解明、

SIMS の高質量計測（数千）を達成した。 

5) 新過渡吸収顕微鏡システムで電荷分離再結合過程を

空間分解能10µm で測定した。 

6)粒子分散材料粒子配向のバリオグラムマップ数値化手

法を確立した。 

 

１-(1)-③ インフラ診断技術の開発 

【第3期中期計画】 

・構造物安全性確保に資する迅速かつ高精度、可搬性に

優れた健全性評価システムを開発する。超音波探傷装

置や可搬型 X線検査装置を活用して構造物中における

サブミリメートルサイズの欠陥情報のその場可視化技

術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・安全安心社会構築における構造物安全確保のために以

下の開発を行う。 

1) 従来、2種類のセンサを必要としていた AE とひず

み計測を一つの FBG センサで計測するシステムを構

築する。超音波可視化から0.1mm 以下の欠陥自動検

出を行う。縞画像の位相情報を利用して1mm 以下の

変位分布計測技術を確立する。 

2) 携帯型放射線線量計の衝撃等による誤動作の問題を

解決し線量計を完成させる。可搬型 X 線源のための

カーボンナノ構造体電子源の処理条件を最適化し動作

寿命1万時間以上を達成する。 

【平成24年度実績】 

・構造物安全性確保のための研究を行った。 

1) 耐圧試験において、CFRP 圧力容器の変位計測と

ひずみ・AE 計測をそれぞれ縞画像と FBG センサを

用いて行い、10µm の変位分解能、および、ひずみと

AE の同時計測を実証した。また、アルミ板に導入し

た0.1mm の人工欠陥位置を自動認識できた。 

2) 携帯型放射線線量計の衝撃等による誤動作の問題を

解決し線量計を完成させ、つくば市での実証実験を行

うとともに企業への技術移転を行った。カーボンナノ

構造体電子源の開放型 X 線管で動作寿命1万時間以上

を達成した。 

 

1-(1)-④ 蓄電池構成材料の評価及び解析技術の開発 

（Ⅰ-2-(1)-①を一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を

共通的に評価、解析する技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に策定されたた4種類に、平成22年度に策

定された1種類を加えた電池標準構成モデル5種類のラ

ミネート型セルに関して、標準の電極製造方法及び電

池製造方法、電池特性、共通評価が可能な標準評価方

法からなる評価基準書一次版を作成する。 

【平成24年度実績】 

・5種類の電池標準構成モデルのラミネート型セルに関

して、電極製造工程の見直しで塗工量精度が向上でき、

また、電池仕上げ工程の見直しで保存特性の改善を図

ることができた。それらのモデルセルに関して電池特

性、共通評価が可能な標準評価方法を見直すとともに、

定置用用途での電池特性評価方法を加えた、評価基準

書一次版を作成した。 

 

1-(2) 先端計測技術及び分析機器の開発 

【第3期中期計画】 

 新産業創出を先導するために必要な、先端計測及び分

析機器に関する技術開発を行う。具体的には量子ビーム、

イオンビームの分析、診断への応用技術、電子顕微鏡の

高分解能化と多機能化技術、デバイス、システム評価を

可能にする複合計測技術等の開発を行う。また、開発し

た装置の産業界への普及を促進するとともに、標準化を

行う。 

  

1-(2)-① 材料評価のための先端計測及び分析機器開発 

【第3期中期計画】 

・ポジトロンや超伝導検出器等の量子ビーム、イオンビ

ーム等の材料及び生体の検出、分析及び診断機器への

応用を実証するとともに標準化を行う。6件以上の装

置公開利用、8件以上の技術移転を実施する。 
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【平成24年度計画】 

・先端計測分析技術を公開し課題解決を行うとともに、

先端機器の普及を促進する。 

1) 電子加速器システムを一新し、消費電力70kW 以下

で陽電子ビームライン及び加速器を運転可能にする。

垂直入射型陽電子ビームラインで薄膜試料測定を可能

にして公開する。垂直入射型陽電子ビームラインで

1µm 以下の薄膜試料測定を可能にして公開する。 

2) 計測用超伝導アナログ-デジタルデバイス作製のた

めの集約化クリーンルームを整備して所内外に公開す

る。 

3) 既公開機器を活用してユーザの計測分析ニーズに対

応する。マシンタイムの30%以上を所内外のユーザー

に公開する。 

【平成24年度実績】 

・先端計測分析技術を公開し、課題の解決と先端機器の

普及促進をした。 

1) 電子加速器の電源と制御システムを一新し、消費電

力70kW 以下で陽電子ビームラインと電子加速器の運

転を可能にした。垂直入射型陽電子ビームラインで、

低速陽電子を発生し、1µm 以下の薄膜試料の欠陥測

定を可能にして公開開始した。 

2) 集約化クリーンルームを整備して11月から公開開始

し、目標のユーザー支援（外部利用1000時間以上）を

達成した。  

3) 機器公開によりユーザーの計測分析ニーズに対応し、

支援時間割合30%の目標を達成した。 

 

1-(2)-② 超高感度、高分解能透過電子顕微鏡の研究開

発 

【第3期中期計画】 

・単分子・単原子レベルでの計測及び分析技術を確立す

るために電子顕微鏡のさらなる高分解能化及び高感度

化技術を開発する。このために、電子光学系の高度化、

検出器の高効率化、装置環境の高安定化等の要素技術

開発に加え、用途に応じた電子顕微鏡の多機能化を行

う。これにより、現在、電子線波長の25倍程度でしか

ない空間分解能を、世界最高となる電子線波長の17倍

程度にまで向上することを目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に試作した色収差補正装置を、球面収差補

正装置と組み合わせて用いて、色収差球面収差同時補

正を図る。とくに加速電圧30kV において色収差を

0.03mm 以下、球面収差を0.01mm 以下を目標とし、

開口角50mrad を目指す。 

・走査型透過電子顕微鏡に大口径 X 線検出機能を持た

せることで、重元素の高感度検出実験を行う。 

【平成24年度実績】 

・色収差補正装置と球面収差補正装置を組み合わせた同

時補正装置の試作を行った。色収差を0.02mm、球面

収差を0.005mm にまで低減することが可能になった。

また開口角57mrad を実現した。 

・100mm2のシリコンドリフト検出器を用いて、Er 単原

子からの特性 X 線の検出に成功した。 

 

1-(2)-③ デバイス、システム評価のための先端計測機

器の開発 

【第3期中期計画】 

・スピントロニクスデバイスにおけるナノ領域のスピン

方向を3次元解析できるナノスピン計測技術を開発す

る。 

高速トランジスタとして期待されるナノカーボンの電

気的特性のナノサイズ領域の電荷分布測定を行なえる

プローブ顕微鏡技術を開発する。 

電圧及び抵抗標準を生産現場に導入でき、校正コスト

の削減を可能とする小型、低コスト、低消費電力の直

流電圧標準システムと集積回路チップ化された電流比

較器を開発する。 

スーパーハイビジョン時代の大容量位相多値光通信や

材料の加工、改質の実現のために、サブフェムト秒の

時間分解能を有する光測定技術を開発する。そのため

にタイミングと絶対位相が100アト（10の－16乗）秒

以下に同期された多波長極短パルスレーザーを開発す

る。 

 

【平成24年度計画】 

・スピントロニクスデバイスの基本構造である多層薄膜

構造のスピン状態を直接分析する技術を開発し、多層

薄膜構造におけるスピン情報の層別分析を実現する。 

【平成24年度実績】 

・分析位置に高密度粒子線を収束する技術を開発し、デ

バイス表面を超低速ミリングしながら、深さ方向にス

ピン分析する手法を確立した。その結果、厚さ1nm
の極薄膜を構成要素とする多層デバイス構造の層別分

析を実現した。 

 

【平成24年度計画】 

・グラフェンの局所電気特性が、デバイス特性などグラ

フェンのマクロな電特に及ぼす影響について、プロー 

ブ顕微鏡技術を用いて計測・評価を行う。また、グラ

フェン以外のポスト Si 材料系についても応用を検討

する。 

【平成24年度実績】 

・走査容量顕微鏡（SCM）を用いて、グラフェン端部

に存在する自然酸化領域の表面観察および静電力によ

るグラフェン表面歪みの測定を行なった。また、相変

化材料等グラフェン以外の半導体デバイス材料につい

ても、SCM を用いて電気抵抗等、局所的な物性変化

の検知するための準備を行った。 
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【平成24年度計画】 

・小型電圧標準の製品化研究に重要な、12K で動作す

るジョセフソン素子アレーを、安定した歩留まりで作

製するための素子作製条件を見出すとともに、使い勝

手向上のためのソフトウエア改良の検討を行う。設計

改良を行ったチップキャリアを用いて集積型電流比較

器の電流比較誤差を評価する。 

【平成24年度実績】 

・ロードロック型エッチング装置と異物検査装置の素子

作製工程への導入により、チップ歩留改善の見通しを

得た。ソフトウエアを改良し、それによる電圧標準動

作を確認した。集積型電流比較器の電流比較誤差の一

因である配線との磁気干渉を3桁低減することに成功

した。これは電流比較誤差を10の－4乗から10の－7乗

に向上させることに相当する。 

 

【平成24年度計画】 

・位相多値分野での計測に向けて、ファイバー増幅可能

な波長域1ミクロンにおいて1GHz 以上の繰返しでの

高品質パルス光発生技術を開発する。加工、改質に向

けては、超短パルス Yb ファイバーレーザーシステム

について物質への試験照射を行いつつ繰り返し可変化

と最適化の技術を開発する。多波長極短パルスレーザ

ーについては、3波長のパラメトリック増幅の実現と

パルス幅確認を目標とする。 

【平成24年度実績】 

・波長域1ミクロンの Nd ドープレーザーによりサブパ

ルスのない1.2GHz 繰返しモード同期パルス発生を実

現し Yb ファイバーレーザーによる8W までの増幅技

術を開発した。加工・改質に向けては AO 変調で増幅

器繰返しを最適化する技術を開発し、ITO 薄膜に適

用してリブ形成の無いフェムト秒溝加工を確認した。

多波長極短パルスレーザーについては、波長1275nm
で0.13マイクロジュールのパラメトリック増幅に成功

し850nm 及び637nm と合わせての3波長増幅を実現し

た。また相関測定法により、いずれのパルス幅も

270fs 以下に再圧縮できたことを確認した。 

 

1-(3) 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開

発と提供 

【第3期中期計画】 

 製品の品質と生産性を高める上で必要となる欠陥や異

常検出技術、高圧下等の測定が困難な条件下における計

測技術、微量試料での精密化学分析技術等の生産計測技

術の開発を行う。開発した計測、解析及び評価技術を統

合し、新たな検査方法の確立等、生産現場へ直接適用可

能な計測ソリューションとして提供する。様々な生産現

場の課題解決に取り組み、8件以上のソリューションを

提供する。 

  

1-(3)-① 生産現場計測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・エレクトロニクス産業等の生産現場で求められている

製品の各種欠陥や異常等の検出、発生防止、及び生産

の高効率化を目指した、実用的なソリュ－ションを開

発し提供する。10件以上の生産現場の課題解決に取り

組み、3件以上のソリューションを提供する。 

 

【平成24年度計画】 

・半導体および電子素材産業等の生産現場から抽出され

た課題解決のために、下記の課題に取り組む。 

1) シリコンウエハ検査装置については、企業と共同し

て生産現場（クリーンルーム）での詳細な評価と実用

機としての総合的な調整を引き続き実施し、生産現場

での基礎データを蓄積する。検出精度の安定化やスル

ープット向上のためのシステムの改善・改良に取り組

み、本格的な実用化を目指す。 

2) 半導体外観検査については、企業等との共同開発プ

ロジェクト等を通じた検査装置開発に取り組む。産総

研で開発した装置を実用的な搬送装置に組み込み、生

産現場に近い条件での高さ検査の実証試験を実施する。 

3) FPC 外観検査については、実際の製品サンプルに

対応するために、検査対象金メッキパッドサイズの微

少化に取り組む。1mm サイズの金メッキパッドの光

沢ムラ検査に適用可能とするために、試作検査システ

ムの光学系およびムラ特徴量抽出法の改善・改良等に

企業と連携して取り組む。 

【平成24年度実績】 

1) LSI 量産メーカと連携して種々のウエハ製品のマイ

クロクラックを測定し、安定した検出精度を示すため

の繰り返し測定を通じたパラメータの調整等、検査シ

ステムの改善・改良に取り組み、量産ラインへの導入

に向けた具体的な検討に着手した。 

2) 高精度 IC リードフレームの高さを検査するシステ

ムを量産型の搬送装置に組み込み、連続運転を含めた

実証試験を行って本検査システムの実動に基本的な目

処を得た。 

3) 試作検査装置の光学系等の改良の結果、実際の製品

サンプルの微小金めっき部位（直径1mm 程度）の光

沢ムラを評価できるようになった。 

 

【平成24年度計画】 

1) 装置部品メーカとの共同研究で、実製品と同等のセ

ラミックス製ウエハ静電吸着ステージに音響センサー

を内蔵し、異常放電の検出を実証する。さらに実装技

術、配線技術についても課題を抽出してワイヤレスで

信号をチャンバー内から大気側に引き出す技術を検討

して製品化の目処をつける。 

2) 材料メーカとの共同研究で、レアメタルを使用しな

い導電性セラミックス焼結体および薄膜コーティング
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材料をプラズマに曝して損耗量や表面荒さを計測し、

j 現状標準的に使用されているアルミナよりもプラズ

マ耐性が優れていることを評価し有用性を実証する。 

【平成24年度実績】 

1) 装置部品メーカとの共同研究で、量産用エッチング

装置のウエハ静電吸着ステージに音響センサーを内蔵

することで、ウエハやその近傍での異常放電を検出で

きることを実証した。センサー信号を大気側引き出す

ために光ファイバーを用いた給電が必要であることが

分かった。 

2) 材料メーカとの共同研究で、イットリアやマグネシ

アをベースとするプラズマ耐性の高い導電性セラミッ

クス焼結体の開発を行った。大手デバイスメーカ関連

の装置部品メーカにサンプル出荷し、実用的との評価

結果を得た。 

 

1-(3)-② 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術

の開発 

【第3期中期計画】 

・測定が困難な条件下における広帯域圧力振動計測技術、

応力可視化技術を開発し、産業や社会の現場に適用可

能なソリュ－ションとして提供する。5件以上の産業

や社会の課題解決に取り組み、3件以上のソリューシ

ョンを提供する。 

 

【平成24年度計画】 

・圧電体薄膜を用いた耐熱圧力振動計測技術の向上を目

指す。平成24年度は、ドライエッチング装置内のウエ

ハステージ裏面にセンサを設置し、プラズマ異常放電

の測定による異常放電の発生予測技術の可能性の検証

を行う。また、生産現場環境下に近い状況下で、振動

センサや加速度センサとしての実用化の可能性も調べ

る。さらに、多元同時スパッタリング法や化学溶液法

を用いて、500℃以上の耐熱性を示し、10pC/N 以上

の高い圧電性を示す、新しい複合化合物圧電体薄膜の

探索および作製技術の確立に向けた研究開発を引き続

き行う。 

【平成24年度実績】 

・エッチング装置内のウエハステージ裏面にセンサを設

置し、異常放電の測定を行った結果、チャンバー側面

では測定できないステージ上で発生する異常放電の測

定に成功した。また、ウエハ裏面のマイクロプラズマ

も検出することができ、異常放電の発生予測の可能性

を示した。さらに、振動センサの構造最適化によって、

計測に必要な出力が得られることも実証した。圧電体

薄膜の探索を行った結果、MgZnO が500℃以上の耐

熱性と10pC/N の高い圧電性を示し、ScAlN が圧電体

薄膜で最も高い発電性能指数を示すことを見出した。 

 

 

【平成24年度計画】 

・明環境で計測可能な高効率応力発光体の開発について

は、応力発光の向上（1桁以上）を目指す。放射光施

設等の最先端計測技術および電子状態計算等を利用し

てマテリアル・キャラクタリゼーションをおこない、

発光と欠陥構造との関係性による発光機構解明を進化

させる。理論、数値計算、他の実験手法の結果との比

較検証を行い、異常検出システムの精度向上（0.05%
微小ひずみ）と応力記録システムの信頼性向上を図る。

また、種々の条件下における応答性についてデータの

蓄積（10件以上）を進め、弾性変形域から塑性域まで

拡張したデータベースの充実を図る。 

【平成24年度実績】 

・明環境でも計測可能な応力発光体の開発では、新しい

応力発光体の開発に成功し、近赤外の応力発光を30倍

以上高効率化できた。アルミン酸塩応力発光体は、産

業界への技術移転を行った。異常検出システムの精度

向上では、応力発光体とセンサの構造制御により、

0.05%微小ひずみの可視化に成功した。発光とひずみ

の応答データは12件累積できた。また、応力記録シス

テムの信頼性向上については、従来不可能であった閾

値（300µST 以上）を導入した高感度なシステムを開

発し、1ヶ月の長期記録（長期安定性）を達成した。 

 

1-(3)-③ 微量、迅速、精密化学計測技術の開発 

【第3期中期計画】 

・マイクロ空間化学技術等を用いた分析、計測及び解析

技術を開発し、バイオ、化学、素材関連産業分野にお

けるソリューションを提供する。5件以上の産業や社

会の課題解決に取り組み、2件以上のソリューション

を提供する。 

  

【平成24年度計画】 

・農研機構や臨床診断薬企業と連携してバイオ系の研究

に重点を置き、研究を展開する。細胞診断に向けた細

胞分離技術を用いた卵細胞分別チップの分離効率を向

上させるためのデバイス形状の最適化を進めるととも

に、同技術の受精卵診断時の細胞分別技術としての確

立を図る。また、仔牛産み分けのためのマイクロ流路

を用いた精子のオンサイト性別分離技術の開発に着手

し、設計した流路構造を持つデバイスによる雌雄精子

の分別を試みる。 

【平成24年度実績】 

・食品、薬品生産現場でのオンサイト計測技術開発に関

しては、流体密度勾配チップを用いて 、卵細胞を育

成度合いに応じて比重で分離するオンチップ細胞分離

デバイスの流路構造とサンプル取り扱い部の最適化を

進め、高品質の卵子を迅速に回収する技術を確立した。

また、得られた卵子を用いて作製した受精卵からの胚

作製も可能である事を見いだした。精子の分別におい
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ては、活度による精子の篩い分けをポンプレスのデバ

イスを用いて行う技術を確立し、実検体を用いた最適

化を進めた結果95%以上の篩分けに成功した。 

 

【平成24年度計画】 

・蛍光性ナノ粒子で抗体を安定的に標識する方法を確立

すると共に、当該蛍光標識抗体を用いて食品、及び飲

料 水 中の 有害 菌 類を 1000cfu （ Colony Forming 
Unit）/mL で、かつ3時間以内に検出する方法の検討

を行う。スラブ光導波路分光法では生菌数の簡易検査

装置開発のため pH 感応性色素をイオン性高分子等を

用いて表面に固定化し脱離しない方法を開発すると共

に、実際の食品や飲料で計測が行えるように10ナノメ

ートル程度の厚みのアルミナ保護層を作製しそのガス

透過性に関する機能性を検討する。また、10V 程度の

低電圧パルス印加により細胞膜破壊を行う細菌検査装

置を用いて細菌や細胞内の酵素等の有用物質抽出が効

率的に可能なセル構成や実験条件を見出す。 

【平成24年度実績】 

・CdSe を表面修飾することで蛍光体ナノ粒子である

CdSe/ZnS/TiO2/PEG-Ab を合成した。これを用いて

ELISA で実験を行った結果、大腸菌を 100-1000 

CFU/mL 迄目視で検出できた。スラブ光導波路表面

にキトサン・色素の固定化と10nm 以下のアルミナ保

護層作製を行い、キトサン／色素／アルミナ保護膜の

多層構造を作製した。これにより機能性分子の固定化

と機能維持の同時達成への道を拓いた。低電圧パルス

印加による大腸菌細胞膜からの酵素抽出、及び癌細胞

の死滅を確認した。 

 

２．知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

【第3期中期計画】 

 標準化の推進、地質情報等の有効利用、災害事例の共

有、ものづくり支援等のために、信頼性（評価方法、不

確かさ、出典等）を明示した各種データベースを構築、

整備する。構築したデータベースは、上記に関わる知的

基盤として、更新を保証しつつ継続的に社会に提供する。 

  

2-(1) 標準化を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

 基準認証活動を進めるにあたり、関係者が共有すべき

定量的情報をデータベースとして整備し提供する。具体

的には国家計量標準にトレーサブルで、不確かさが評価

されている等、信頼性が明示された物質のスペクトル、

熱物性等のデータを拡充し継続的に提供する。 

  

2-(1)-① スペクトルデータベースの整備 

【第3期中期計画】 

・有機化合物等のスペクトルデータを測定するとともに

解析及び評価を行い、検証されたデータ5,000件を新

たに収録し公開する。 

 

【平成24年度計画】 

・有機化合物の H-1核と C-13核の核磁気共鳴、赤外分

光ならび質量スペクトルデータを測定するとともに解

析・評価を行い、検証されたデータ合計1,000件以上

を新たに収録し公開する。 

【平成24年度実績】 

・有機化合物の H-1核と C-13核の核磁気共鳴、赤外分

光ならび質量スペクトルデータを測定するとともに解

析・評価を行い、検証されたデータ合計795件を新た

に収録し公開した。公開に至らなかった約200件のデ

ータに関しては、品質を詳細に確認の後平成25年度目

標に上積みし第3期目標を達成する。 

 

2-(1)-② 熱物性を中心とした材料計量データベースの

整備 

【第3期中期計画】 

・材料の熱物性及び関連物性について、不確かさ評価等

により信頼性の保証されたデ－タセット100組以上を

新たに収録し継続的かつ安定的に提供する。 

 

【平成24年度計画】 

・固体材料について、不確かさ評価等により信頼性の保

証された25組以上の物性データセットを分散型熱物性

データベースに収録し、公開する 

【平成24年度実績】 

・SUS303、IG110、モリブデン薄膜等の26種類の固体

材料について熱物性データセットを分散型熱物性デー

タベースに収録し、公開した。 

  

2-(2) 資源等の有効利用を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

 地質情報等と衛星画像情報等を統合化したデータベー

スを整備し、資源等の有効利用を支援するために利用し

やすい形で社会に提供する。また、情報通信速度の向上

や画像処理技術の進展に応じて、新たなデータを統合し

てデータベースとして提供する等の高度化対応を行う。 

  

2-(2)-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データベ

ースの整備 （別表2-1-(3)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を

整備し、地質情報との統合利用により、鉱物資源のポ

テンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に

利活用する。また、情報通信技術との融合により、シ

ームレス化、データベース化された地質情報と衛星画

像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の

地質情報を抽出するための利活用方法の研究を実施す

る。 
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【平成24年度計画】 

・利用しやすい形、かつ、品質保証された ASTER、

PALSAR および METI 開発次期センサの衛星画像情

報の整備に向けた研究開発を行う。 

1) ASTER に対する地上サイトを用いた校正と検証、

および、その画像補正にかかる研究開発を継続する。 

2)  ASTER のデータベースでは全量生データ

（195TB）の蓄積の上に、さらに約15TB の生データ

の蓄積を行う。また、PALSAR のデータベースでは

全量生データ蓄積に向けた処理系の開発に着手する。 

3) 次期センサに対しては、その特殊性を考慮した校正

手法、処理アルゴリズムおよびそのデータベースの研

究開発を継続する。 

【平成24年度実績】 

・代替および相互校正の研究成果から、より信頼得る感

度経年変化を得て、その結果を ASTER 標準プロダク

トに反映させることとなった。また、数百テラバイト

（TB）クラスから新しいペタバイト（PB）クラスシ

ステムに移行。ASTER データベースではさらに約

15TB の生データを蓄積し、PALSAR データベースで

は WMS 配信および CSW 検索、WPS データ処理の

システム構築を行った。さらに月を用いた校正手法の

利用に向けて、その月面輝度モデル信頼性等の研究に

着手した。また、新たなアルゴリズム（L1処理）等

の開発に着手した。 

 

【平成24年度計画】 

・整備された衛星画像情報を利用した各種ベースマップ

およびデータベース作成ための以下の研究開発を行う。 

1) 天然色全球マップ作成のための研究開発を継続し、

ヨーロッパ、アフリカ北部、アジア内の未作成部地域

の高品質マップを作成する。 

2) 全球都市マップ作成のための研究開発を継続し、試

作されたマップの精度向上を図る。 

3) 前年度に続き地理情報管理のためのシステムの利用

実証を行い、その結果をもとにさらなる改良を進める。 

【平成24年度実績】 

・天然色全球マップについては、当初計画のヨーロッパ

およびアフリカ北部を作成、その後、鉱物資源開発で

重要度の高いオーストラリアを先行して作成した。ま

た、全球都市マップについては、位置情報を持った人

口統計情報を追加適用し、前年度試作したマップに対

し、その精度向上を図った。さらに開発した地理情報

管理システムについて、試験利用を開始、その上で、

ユーザインタフェースを改良し、ASTER データ検索

機能や地質データを追加した。 

 

【平成24年度計画】 

・これまでの成果に基づいて、野外調査の利便性向上と、

得られたデータの管理に資する機器、ソフトの調査・

開発と実地テストを行う。 

【平成24年度実績】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、実地試験

成果を GIS 関係の研究会で報告すると共に一般にも

公開した。また、クリノメーターソフトの実地試験を

行い、同ソフトウェアの新機能の開発を行った。 

 

2-(3) 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

【第3期中期計画】 

 持続可能で安全・安心な社会の構築に必要な、環境・

エネルギー、災害事例、ものづくり支援等に関するデー

タを集積し、技術基盤情報としてそれらを出典やデータ

選択及び評価の基準とともに公開し、社会に継続的に提

供する。 

  

2-(3)-① 環境・エネルギー技術を支えるデータベース

の整備 

【第3期中期計画】 

・環境負荷低減、低炭素社会に資する超臨界流体等の環

境・エネルギー技術の基盤となる情報を整備し、社会

に提供する。超臨界流体データベースには3,500件

（特許2,000件、文献1,500件）のデータを提供する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に引き続き、超臨界流体利用技術に関係し

た新たな特許出願および論文等の文献データをデータ

ベースに追加し、技術の基盤情報の充実を図る。 

【平成24年度実績】 

・超臨界流体利用技術に関係した新たな特許出願データ

290件および論文等の文献データ270件をデータベース

に追加し、当該技術の基盤情報の充実を図った。 

 

2-(3)-② 社会の安全・安心を支えるデータベースの整

備 

【第3期中期計画】 

・災害事例、医療応用技術等、国民の安全・安心に係る

技術上の情報を整備し、社会に提供する。災害事例デ

ータベースには約1,250件の新規事故事例、約25件の

新規事故詳細分析事例、約100件の過去の重大事故詳

細分析事例を登録する。 

 

【平成24年度計画】 

・国民の安全や安心に係る技術上の情報として、災害事

例データベースの一つであるリレーショナル化学災害

データベースに、約250件の新規事故事例、約5件の新

規事故詳細分析事例、約20件の過去の重大事故詳細分

析事例を登録し、インターネット上で公開し、社会に

提供する。 

【平成24年度実績】 

・災害事例データベースの一つであるリレーショナル化



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1169) 

学災害データベースに、新規事故事例303件（別に英

語版に99件）、新規事故詳細分析事例5件、過去の重大

事故詳細分析事例20件を登録し、インターネット上で

公開した。また、繊維工業や金属加工業の事故事例を

分析し、火災が拡大する要因として、綿埃や金属粉塵

などの可燃物の堆積、可燃性の建材の使用や作業用油

類の管理、防消火設備の不備を原因として抽出した。 

 

2-(3)-③ ものづくりを支えるデータベースの整備 

【第3期中期計画】 

・材料特性、人体特性等、産業技術開発力を支える基盤

的な情報を整備し、社会に提供する。 

人体寸法、形状データベースには独自データを500以

上拡充するとともに海外の企業、研究機関等からもデ

ータを求め（欧米3ヶ国以上、新興産業国3ヶ国以上）、

広範な地域の人体寸法にアクセスできる情報ハブを構

築する。 

セラミックカラーデータベースには2,500件のデータ

を登録する。 

固体 NMR データベースには450件（スペクトルデー

タ300件、パラメータデータ150件）のデータを登録す

る。 

 

【平成24年度計画】 

・人体寸法／形状データベースに新たに100人以上の独

自データを追加する。中国の研究機関との連携により、

中国の人体寸法データの統計量を取得し、利用可能な

状態に整備する。 

【平成24年度実績】 

・人体寸法／形状データベースとして、新たに121名の

独自データを追加した。また、中国研究機関

（CNIS）との連携により中国人の人体寸法データベ

ースの統計量を取得し、産総研が主導して作成した国

際標準データベース ISO TR 7250-2に追記して、利

用可能な状態に整備した。このほかに、健常成人歩行

データベース120名分を整備し、Web サイトから公開

した。 

 

【平成24年度計画】 

・セラミックカラーデータベースに500件の新規データ

を登録する。 

【平成24年度実績】 

・セラミックカラーデータベースの研究上の価値を検討

しつつ、新規追加データを作成し、500件以上の新規

データを登録した。 

 

【平成24年度計画】 

・固体 NMR データベースには150件（スペクトルデー

タ100件、パラメータデータ50件）のデータを登録す

る。 

【平成24年度実績】 

・固体 NMR データベースに525件（スペクトルデータ 

417件、パラメータデータ108件）のデータを新たに登

録して、一般に公開した。 

 

３．基準認証技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

 新たに生み出された素材、製品、サービス等の認証に

必要な技術の開発を行い、普及させる。具体的には、性

能、安全性を客観的に評価し、新市場の開拓や適正な商

取引に必要となる試験技術の開発、実証及び標準化と、

それに伴う認定技術の民間移転を、産業界、認証機関等

との密接な協力のもとに実施する。 

  

3-(1) 適合性評価技術 

【第3期中期計画】 

 試験技術の開発、実証、標準化において、特に安全性

や性能にかかわる評価技術、及び製品規格への適合性を

判定するための評価技術は、中立性及び公平性の面から

民間のみで開発することが困難であることを考慮し、認

証において必要となる適合性評価技術の開発を行う。同

時に民間移転を推進する。 

  

3-(1)-① 物質の分析・評価技術の開発と標準化 

【第3期中期計画】 

・物質の分析及び特性評価を超高温環境下等、実際の測

定環境に適用するため、必要となる光温度計による計

測技術等を開発し、その標準化を行う。得られた技術

の普及を図るために4件の JIS 化を目指す。 

 

【平成24年度計画】 

・ISO/IEC/JIS 工業標準において、以下の開発と標準

化活動を実施する。 

1) 超高温熱膨張計測装置への非接触変位計導入により、

カーボン系材料の2000℃以上の領域で熱膨張率の接触

法、非接触法の同時計測を実現する。 

2) マグネシウム中酸素分析の WD 審議開始の合意を

得るとともに、ジルコニア中イットリア分析の JIS原

案を作成する。 

3) 極安定ラジカルを ESR 計測用内部標準として市販

する際にその使用法と限界を示すため、溶解度、安定

性、試料本来の ESR スペクトルへの影響を明らかに

する。 

4) AFM プローブ特性計測法を DIS 投票段階まで進め、

AFM 標準試料作製法の技術移転を行って実用化する。 

5) 超伝導センサーIEC 標準化のために、NWIP 案を

作成し、新 WG 設置の国際合意を得る。 

【平成24年度実績】 

・ISO/IEC/JIS 工業標準における研究及び標準化を行

った。  
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1) カーボン系材料の熱膨張率を最高2200℃まで接触と

非接触法で同時計測した。  

2) マグネシウム中酸素分析の WD 審議開始の合意を

得た。ジルコニア中イットリア分析の JIS 原案を作

成した。  

3) 極安定ラジカルの ESR 計測用内部標準の製品化に

貢献した。  

4) AFM プローブ特性計測法を DIS 投票段階まで進め、

AFM 標準試料作製法の製品化に貢献した。 

5) 超伝導センサーに関する NWIP 素案を提案、来年

度正式案提出の TC メンバー合意を得た。 

 

3-(1)-② 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準化 

（Ⅰ-1-(1)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル

校正技術、高精度性能評価技術、屋外性能評価技術、

信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能

評価の繰り返し精度を1%以下に向上させる。 

国内企業の国際競争力の向上に資するため、国際的な

研究機関や企業と協調、連携し、IEC 等の国際規格

や JIS 等の国内規格、工業標準の提案、策定、審議

に参画する。 

 

【平成24年度計画】 

・一次及び二次基準セル、基準モジュールの校正技術、

新型太陽電池評価技術の確立に向けた取り組みを引き

続き推進すると共に成果を産業界に供給する。米国、

欧州およびアジア地域の研究機関との国際比較測定等

の連携による国際整合性を推進する。太陽電池発電量

評価技術、長期信頼性研究および発電量予測技術を加

速推進する。 

【平成24年度実績】 

・基準セル校正技術、新型太陽電池評価技術、および太

陽電池実効性能評価技術の確立に向けて、校正技術高

度化、新評価技術開発、発電量評価および発電量予測

技術開発を行うと共に、産業界等からの基準セル校正

2件、性能評価約80件を実施した。米国 NREL、欧州

FhG-ISE およびタイ、中国、マレーシアの研究機関

との国際比較測定等の連携を行い、現状の整合性を検

証し、今後の課題を明らかにした。太陽電池発電量評

価技術、長期信頼性研究および発電量予測技術を加速

推進した。 

 

3-(1)-③ 日常生活における人間の生理、心理及び行動

の統合的計測と健康生活への応用技術開発とその国際

標準化（Ⅱ-2-(1)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の

生理、心理及び行動情報を計測し、健康及び安全状態

を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、

新たに5件程度の ISO 提案を目指した標準化活動を行

う。 

 

【平成24年度計画】 

・ロービジョンの適正照度については、標準化提案に向

けてさらに追加実験を行う。CIE（国際照明委員会）

に新しく設立した TC（技術委員会）にて、視野に関

する TR 案1編の審議を行う。高齢者の聴覚特性及び

音声アナウンスの ISO 規格案各1編、並びに AD に関

する ISO/TR 改訂案1編の国際審議を進める。公共空

間の音案内に関しては、JIS 及び実験結果を基にした

ISO 規格1編を提案する。また、国交省ガイドライン

改訂版に同 JIS を反映させる。その他、新規提案し

た ISO 規格案3編の国際審議を進める。 

【平成24年度実績】 

・ロービジョンの適正照度の標準化提案に向けた追加実

験を実施した。CIE（国際照明委員会）に新しく設立

した TC（技術委員会）にて視野に関する TR（技術

報告書）案1編の審議を開始し、引き続き検討するこ

ととなった。公共空間の音案内 JIS 原案1編を作成し、

同 JIS 原案に対応した国交省バリアフリーガイドラ

イン改訂版の原案を作成した。また、高齢者の聴覚特

性及び音声アナウンスの ISO 規格案各1編、アクセシ

ブルデザインに関する ISO/TR 改訂案1編、並びに新

規提案した ISO 規格案3編の国際審議を継続した。 

 

【平成24年度計画】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低減

に関する委員会原案（CD 9241-391）を成立させ、国

際規格原案（DIS）登録へと進める。また、立体映像

の生体影響低減に関する作業原案（WD）を作成し、

委員会原案（CD）登録へと進める。 

【平成24年度実績】 

・ISO/TC 159/SC 4/WG 12にて、光感受性発作の低減

に関する委員会原案（CD 9241-391）を成立させ、国

際規格原案（DIS）登録を実施し、DIS 投票を開始し

た。また、立体映像の生体影響低減に関する作業原案

（WD 9241-392）を作成し、委員会原案（CD）登録

に向けた作業を完了した。 

 

【平成24年度計画】 

・日常的タスクのディマンドを行動や環境の観測に基づ

いて推定する手法を構築するために、機器操作に関係

する認知特性やスタイル、機器操作経験などの認知的

パフォーマンスに関する個人特性がタスク行動に与え

る影響を分析する。 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1171) 

【平成24年度実績】 

・機器操作のための制御能力、先読み、選択的注意やプ

ランニングという認知的パフォーマンスを簡易に計測

可能な認知テストを実施し、ユーザの層別を行った。

層別されたユーザによるタスク遂行実験を行い、認知

的パフォーマンスの低下の仕方の違いによるタスク行

動の困難さの違いを明らかにした。例えば、制御能力

の低下はタスクを指示通りに実行することを特に困難

にすることなどが分かった。また、タスク行動から認

知的パフォーマンスを推定する手法を開発した。 

 

3-(1)-④ ロボットの安全性評価のためのリスクマネジ

メント技術の開発（Ⅱ-3-(2)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格

を定めるため、ロボットの安全性を試験、評価するた

めの技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセ

ンサ技術、制御技術、インターフェース技術、ロボッ

トの安全性を検証するためのリスクアセスメント技術

を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の第三者評価で指摘を受けたロボットのタ

イプ別のシミュレーションにおけるシミュレーション

要素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

ロボットの機能安全の認証方法について継続して関係

各機関と協議して国際標準化提案につなげる。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、

計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO国内

対策委員会で採択された。 

 

3-(1)-⑤ 高信頼ロボットソフトウェア開発技術（Ⅱ-

3-(2)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実

現するため、高信頼なロボットソフトウェアを設計、

実装する技術を開発する。このため、ロボットソフト

ウェアのリスクアセスメント、システム設計、開発、

評価を一貫して行うことのできる技術を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度の第三者評価で指摘を受けたロボットのタ

イプ別のシミュレーションにおけるシミュレーション

要素の数を現在の100程度から175まで拡充し実装する。

機能安全の認証方法について継続して関係各機関と協

議して国際標準化提案につなげる。リスクアセスメン

トの要件定義をモデルベースで実施可能なツールの開

発を行う。高信頼ソフトウェアツールチェーンを実ロ

ボット開発プロセスに適用して評価し、改良を行う。

認証手法、および概念の抽象化を進めメタモデルを定

義して汎用的な標準化提案につながる開発を実施する。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションできるロボットユーザーの数を2タ

イプ増やし、使用環境についても1場面増やすことで、

計画通りシミュレーション要素の数を175に拡充して

実装した。機能安全の認証に要する試験方法について

関係各機関と協議して国際標準原案を作成し ISO 国

内対策委員会で採択された。 

 

3-(1)-⑥ 情報システム製品のセキュリティ評価技術 

（Ⅲ-3-(5)-①を再掲） 

【第3期中期計画】 

・IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウ

ェア等、情報システムの中核をなす製品の脆弱性分析

や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評

価制度を見据えた技術を開発する。また、当該技術等

について、我が国の電子政府推奨暗号評価等での活用

を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに

組み込み可能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証

済みライブラリとして公開する。 

 

【平成24年度計画】 

・サイドチャネル攻撃実験と動的再構成機能検証を可能

とする評価ボードを製造し、これを用いて攻撃・対策

手法の評価実験を行う。また、これらボードの制御回

路やソフトウェア等の開発・改良を実施し、新しい物

理攻撃への拡張性を向上させる。このほか、デバイス

の偽造防止技術 PUFの評価手法を開発し、実利用に向

けた研究活動を行う。また、IC チップの新たな安全

性評価技法として、高度なレーザー攻撃技法、高度な

電磁界攻撃技法、それらの組み合わせの研究を実施す

る。国内の試験機関等と情報交換し、次期評価技法と

しての採用を働きかける。 

【平成24年度実績】 

・28nm FPGA を搭載し、サイドチャネル攻撃と動的再

構成機能を28nm FPGA 上で評価・検証できるボード

を製造した。微細プロセスでは電力より電磁界解析攻

撃が優位であることを実験により示した。ソフトウェ

アの開発・改良により新たな物理攻撃手法への拡張が

容易になり、ダブルレーザーにより誤動作を起こす実

験を行ったほか、他の攻撃手法との組み合わせ効果を

検討した。これらをコンソーシアムなどで情報交換し、

評価機関が評価技法候補として検討を開始した。 

・独自 PUF の検証実験や企業の PUF チップの評価実

験を行い、模倣品検出や市場展開について企業と意見

交換した。 
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【平成24年度計画】 

・実用的暗号ライブラリを形式的に検証するため、C 言

語プログラムなどの実装の検証に必要な仕組みを引き

続き整備するほか、暗号通信プロトコルの形式化記述

を定理証明支援器上に作成し検証に用いる手法につい

て、また形式化仕様記述を元にソフトウェアの適合性

検査を自動化、効率化する仕組みについても研究を行

う。また、定理検証器上での暗号や実装などの安全性

証明に必要となる情報理論・確率論や論理学など各種

数学理論の検証器上での定式化・ライブラリ化も引続

き行なう。 

【平成24年度実績】 

・C 言語プログラムの検証に必要な仕組みを整備し、

TLS 標準プロトコルの仕様記述を定理証明支援器上

に作成し、既存 C言語実装の仕様との整合性を検証し

た。ソフトウェアの適合性検査を自動化、効率化する

仕組みについても、詳細な仕様を記述する言語を設計

し、TLS 標準プロトコルの初期化処理を対象に、参

照実装と2000件以上の意図的な異常通信を自動生成し、

既存実装の網羅的検査を行ない複数の誤りを発見した。

その記述に必要な数学理論の形式化についても、具体

的な数学定理の定理検証器上での詳細な定式化に初め

て成功し、ライブラリ化を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・量子暗号技術の現状と従来の暗号について、引き続き

整合性を整理し、現状における利用可能性の観点から

情報収集、分析を行う。特に、部品として脆弱な性能

を持つ装置を組合わせることによって達成できる安全

性の評価を重点的に行う。 

【平成24年度実績】 

・光子検出器に用いられるダイオードが外部からの悪意

ある光刺激によって応答を任意に制御される脆弱性に

ついて、ダイオードのカスケード的配置により受光シ

ステムとして光子数分解能を獲得させる対策手法を評

価し、本光学的配置による量子効率の低下と光子数分

解能のトレードオフ関係から安全な鍵の生成率につい

て最適解を求めた。また、実機開発実績を有する民間

企業との共同研究を実施、鍵蒸留プロトコルの安全な

設計について考察し、共同研究報告書としてのとりま

とめを行った。以上の成果と従来の成果をあわせ、中

期目標を達成した。 

 

3-(1)-⑦ 情報システムの高信頼、高安全、高可用化技

術（Ⅲ-3-(5)-②を再掲） 

【第3期中期計画】 

・情報システムの形式モデルベーステストによるケース

自動生成技術を開発してシミュレーション技術への統

合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める

1兆状態以上のシステムに対して、技術の有効性を検

証する。さらにシステムの設計、開発、試用、改変、

譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべ

きテストや検証法のガイドラインを策定し、評価技術

を開発する。また、設計と開発を中心にシステムのラ

イフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・テスト設計支援ツール FOT は、技術評価のための受

託研究（A-STEP 事業・1年）を企業と共同実施。企

業側には、評価実験のための題材の提供と実験フィー

ドバックの研究協力を予定。並行して高速化、計算原

理の数理的検証を実施予定。テスト記述言語 SENS
も、並列化による高速化を行う予定。消費者機械規格

の規格策定を継続する。国内は IPA/SEC の関係部会

内プロジェクトチームに参加、海外では OMG/ 
System Assuarancce タスクフォースに参加を継続。

2年以内の OMG 規格化を目指す。 

【平成24年度実績】 

・FOT の技術評価を A-STEP 事業を通じて企業と実施

し、商品化へ向けた協議を進めたほか、FOT 法によ

るテスト設計とペアワイズ法を組み合わせてテストケ

ース検証の大幅な高速化を実現した。SENS 処理系

に対しては、MPI ライブラリにより並列計算実装し、

高速化を実現した。また、実開発事業を通じて、安全

性の分析技術と保証技術の開発を行った。保証技術は、

OMG/System Assuarancce タスクフォースで各国の

提案を募集し、来年度以降の審議・OMG 規格化の見

通しを得た。消費者機械規格は、IPA/SEC の関係部

会内プロジェクトチームに参加して、メタモデルの開

発を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、システムのライフサイクルを支援するツー

ルチェーンをオープンスタンダードとオープンシステ

ムに基づいて開発し、PBL 演習に提供する。平成24

年度は、平成23年度に公開したデプロイメントパッケ

ージ（DP for Basic Profile）を、筑波大学との共同

研究に基づいて、同大学大学院の演習「PBL 型シス

テム開発」に適合させたデプロイメントパッケージ

（DP for PBL）を開発し、公開する。 

【平成24年度実績】 

・ソフトウェアエンジニアリングツールチェーンの研究

開発では、平成23年度に開発し、成果物として公開し

ているデプロイメントパッケージ DP for Basic 
Profile に基づいて、DP 開発者自身がソフトウェア

開発を行うパイロットプロジェクトを実施することで

DP の妥当性確認を行い、改訂版の開発を行い、ベー

タ版として Web で公開した。また今まで行ってきた

PBL 演習の調査に基づき、共同研究先である筑波大
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学大学院での PBL 演習の環境や方法を考慮した DP 
for PBL を開発し、Web で公開した。 
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《別表２》地質の調査（地質情報の整備による産業技

術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

【第3期中期計画】 

 活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心

な産業活動や生活を実現し、持続可能な社会の実現に貢

献するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそれに

基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。地球をよく知

り、地球と共生するという視点に立ち、地質の調査のナ

ショナルセンターとして地質の調査研究を行い、その結

果得られた地質情報を体系的に整備する。地質情報の整

備と利便性向上により産業技術基盤、社会安全基盤の確

保に貢献する。また、地質の調査に関する国際活動にお

いて我が国を代表し、国際協力に貢献する。 

  

１．国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

【第3期中期計画】 

 国土の基本情報である地質基盤情報を、地球科学的手

法により体系的に調査、整備するとともに、利用技術の

開発と普及を行う。国土と周辺域における地質の調査を

実施し、社会の要請に応えた地球科学基本図（地質図幅、

重力図、空中磁気図、海洋地質図、地球化学図、地球物

理図等）の作成、衛星画像情報との統合化等の地質情報

の整備を行う。上記地質基盤情報を電子メディアやデー

タベースとして社会に普及させる体制を整備する。 

  

1-(1) 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高

精度化 

【第3期中期計画】 

 長期的な計画に基づき、国土の地質基盤情報である5

万分の1の地質図幅の作成、20万分の1の地質図幅の改訂

並びに20万分の1の重力図及び空中磁気図の作成を行う。

また、海域の環境変動の予測や資源評価の基礎データと

して海洋地質図を整備する。さらに、これらの地球科学

基本図の利用を促進するために必要なデータベースを整

備し、公開する。調査結果の信頼性向上に必要な地質標

本の標準試料化と保管及び地質情報の標準化等を行う。 

  

1-(1)-① 陸域の地質調査と地質情報の整備 

【第3期中期計画】 

・国土の基本情報としての地質の実態を体系的に解明し

社会に提供する。都市基盤整備や防災等の観点及び地

質情報の標準化と体系化の観点から重要な地域を重点

的に、5万分の1地質図幅20区画を作成する。全国完備

を達成した20万分の1地質図幅については、更新の必

要性の高いものについて3区画の改訂を行い、日本全

域については最新の地質情報に基づき、地層及び岩体

区分の構造化と階層化を行った次世代の20万分の1日

本シームレス地質図を作成する。 

 

【平成24年度計画】 

・5万分の1地質図幅4区画を完成する。5万分の1地質図

幅や20万分の1地質図幅改訂等を整備計画に従って調

査を実施する。次世代の20万分の1日本シームレス地

質図の凡例を用いて地質図編集を行う。現行の20万分

の1日本シームレス地質図はデータの更新を行う。 

【平成24年度実績】 

・5万分の1地質図幅は5区画が完成した。整備計画に従

って、5万分の1及び20万分の1地質図幅の調査を実施

した。次世代20万分の1日本シームレス地質図では、

新たに作成した凡例を用いて南西諸島、九州、四国、

中国地方の地質図編集を行った。現行のシームレス地

質図はデータの更新を行った。 

 

1-(1)-② 海域の地質調査と海洋地質情報の整備 

【第3期中期計画】 

・沖縄周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地質図の

作成に必要な海底地質、地球物理、堆積物に関する基

礎情報を取得するとともに、既に調査済みの海域も含

めて、海洋地質図10図を整備する。取得した地質情報

を、海域の環境変動の予測や資源開発評価、海域及び

海底利用の基礎データとして社会に提供する。 

 

【平成24年度計画】 

・沖永良部島周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地

質図作成のための海底地質に関する基礎情報を取得す

る。海洋地質及び海底堆積物などの海洋地質データベ

ースの拡充を行う。 

【平成24年度実績】 

・沖永良部島周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地

質図作成のための海底地質に関する情報を取得した。

また、既存調査資試料の解析を進め、5区画の地質図

を出版し、北海道周辺の6海域の地質断面記録をデー

タベースとして公開した。 

 

1-(1)-③ 地球科学基本図等の高精度化 

【第3期中期計画】 

・国土の地球科学基本図等に関する基盤情報のデータベ

ースを整備、公開する。地質情報の高信頼化と高精度

化を図るために、岩石・ボーリング試料等で得られた

地質標本の標準化及び保管と管理を行う。また、地質

凡例や地質年代等の標準化を行う。地質情報整備支援

のために、地質標本の薄片・研磨片等を作成する。

ISO に準拠した地球化学標準試料3個を作製する。 

大都市周辺の精密地球化学図として関東地方の精密地

球化学図を完成する。地球物理図に関しては、20万分

の1重力基本図3図、5万分の1空中磁気図2図を作成す

る。ボーリングコアは10件以上を新たに登録し、コア

ライブラリを整備し、20件以上の利用を目標とする。

岩石試料は200サンプル以上を、化石試料は30試料以
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上をそれぞれ標本登録し、50件以上の利用件数を目標

とする。 

 

【平成24年度計画】 

・標準層序及び環境指標の確立・地質標本の標準化のた

め、岩石、鉱物及び化石等の地質標本の記載、分類学

的研究、試料の解析を行い、地質年代や古環境などの

標本属性情報を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・地質標本の標準化のため、岩石、鉱物及び化石等の地

質標本の記載・分類学的研究を行った。鉱物の研究と

して、紀伊半島西部の飯盛地域の三波川帯石英片岩中

からセクターゾーニングを示すエジリン輝石を見出し、

エジリン輝石の結晶の組織学的な検討から急速な非平

衡結晶作用の後にエジリンマントルが周囲の鉱物と共

に平衡条件下で形成されたことが示唆された。化石に

ついては、コケムシを用いた環境指標（MART 解

析）の有用性を評価し、個体の成長速度の見積もりを

行うことができた。「地質標本データベース」のデー

タ修正などを行い標本属性情報の整備を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・地層名 DB をもとに，地層名の登録手順を整え、国際

ルールに基づく地層名の設定の標準化を推進する。改

正された JIS を地球科学基本図等に反映させる。 

【平成24年度実績】 

・改正された地質図 JIS を地球科学基本図等に反映さ

せるための規則作りを行った。また、地質図 JIS の

正誤表をとりまとめて規格協会に申請した。地層名検

索データベースを産総研地図系データバンクに対応さ

せるため移植作業を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・ISO に準拠した地球化学標準試料として、在庫状況

や予察による候補試料等の検討を行い、最適な標準試

料を1個作製する。また ISO を維持するために必要な

記録作成と内部監査を行う。大都市周辺の精密地球化

学図を作成するため、関東地方東部及び北部地域から

試料採取と化学分析を行う。 

【平成24年度実績】 

・香川県坂出市の安山岩試料（さぬき石）約140kg を粉

砕し瓶詰めを行い地球化学標準試料1個を作製した。

また、岩石標準作成に関する ISO を維持するために

品質マニュアルの改善及び必要な記録作成と内部監査

を行った。大都市周辺の精密地球化学図を作成するた

め、関東地方東部及び北部地域から河川堆積物試料

304個を採取し53元素の化学分析を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・20万分の1の重力図（京都大阪地域）を作成するとと

もに、近畿、中部地域での重力調査を実施する。重力

データベースの更新を行う。地殻活動域の空中磁気図

についてデータの整備、編集を行う。 

【平成24年度実績】 

・20万分の1の重力図（京都大阪地域）を作成するとと

もに、近畿、中部地域で既存重力データを編集作業し

つつ、和歌山、福井周辺の調査空白域で新規重力調査

を実施した。公開版重力データベースの元となる重力

データベース DVD を完成し、データを更新した。地

殻活動域の空中磁気図として、養老山地地域のデータ

の編集を行った。有珠火山地域の空中磁気異常の時間

変化を解析し、冷却により帯磁する貫入マグマの位置

を推定した。 

 

【平成24年度計画】 

・渦鞭毛藻化石層序について、珪藻化石層序との対比を

行い統合年代スケールに組み入れるための試料採取を

行う。また、平成23年度に得られた始新世～漸新世の

相対古地磁気強度変動曲線について、用いた堆積物の

岩石磁気特性測定により信頼性評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・渦鞭毛藻化石層序について、新潟県津川、胎内地域及

び石川県能登半島の新第三系において、約300個の分

析用試料を採取した。また、平成23年度に得られた始

新世～漸新世の相対古地磁気強度変動曲線について、

堆積物の岩石磁気分析により検討した結果、陸源・生

物源磁性鉱物の割合の変化や堆積速度の変化が相対古

地磁気強度曲線に影響することが判明した。 

 

【平成24年度計画】 

・地質調査総合センターの各ユニットとの連携のもと、

地質調査で得られた地質試料の地質標本館への登録を

促進すると共に、収蔵標本の保管と管理、データベー

ス化を着実に推進し、標本の登録情報を公開し、利用

を支援する。研究支援のために地質試料の薄片研磨片

を作成するだけでなく、軟弱試料や不安定試料などに

対しては、試料調製法の新規開発などにも取り組むと

ともに、薄片技術者の人材育成をはかる。 

【平成24年度実績】 

・岩石4,869点、鉱物102点、化石181点を標本登録した。

登録標本の DB 化に向け、岩石等の試料4万件のデー

タ加工をし、RIO-DB から地図系データバンクへの移

行準備のため DB の項目見直しとデータ構造検討を行

った。標本利用は120件（1,743点）にのぼった。薄片

作製数は一般及び研磨薄片、EPMA 用、特殊試料の

合計1,419件となった。乾式法の薄片作製を発展させ、

硬度が極端に異なった鉱物を含む試料の高精度な薄片

製作に成功した。人材育成として企業等の技術者への

研修や契約2号職員に指導を行った。 
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1-(2) 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及

び環境情報の整備 

【第3期中期計画】 

 沿岸域に立地する多くの都市における地質災害の軽減

に資するため、地質図の空白域となっている沿岸域にお

いて最新の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸域－

陸域をつなぐシームレスな地質情報を整備する。 

自然や人為による地質環境変化を解明するため、生態系

を含む環境変遷及び物質循環、沿岸域環境評価の研究を

実施する。 

  

1-(2)-① 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報

及び環境情報の整備 

【第3期中期計画】 

・沿岸域に立地する多くの都市における地質災害の軽減

に資するため、地質図の空白域となっている沿岸域に

おいて最新の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸

域－陸域をつなぐシームレスな地質情報を整備する。 

自然や人為による地質環境変化を解明するため、生態

系を含む環境変遷及び物質循環、沿岸域環境評価の研

究を実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・北海道勇払平野において、陸上に分布する段丘堆積物

の地質調査と火山灰・化石などによる堆積年代の正確

な見積もりを行い、ボーリングコアなどの地下資料と

の対比を行って、活構造による変位構造、変位量、変

位速度などを明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・北海道勇払平野において行ったボーリングコアの火山

灰・花粉・古地磁気などの解析と地表調査から、反射

法探査データで背斜構造がみられる付近では、およそ

20万年前の地層に30m の上下変位が、さらに東の地

区では幅15km の区間で最終間氷期の地層に60m 程度

西側が低下する変位が生じていることを明らかにした。

北部では支笏火砕流堆積物より下位の地層を採取する

深度70m のボーリング調査を実施し、最終間氷期と

推定される地層が東西方向8km の区間で約80m 上下

変位をしていることを明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・北海道胆振～日高沖沿岸域の海洋地質調査を実施し、

海底地質図及び表層堆積図用のデータを取得するとと

もに、海域の地質層序、構造、堆積物分布と堆積作用

を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・北海道日高沖沿岸域に関しては地元漁協の同意が得ら

れなかったため調査を中止したものの、胆振沖沿岸域

において海洋地質調査（反射法音波探査、表層堆積物

採取、堆積物柱状試料採取）を実施し、海域の地質層

序、構造、堆積物分布と堆積作用の解明のための基礎

試料を得た。また、福岡沖沿岸域の海底地質図の作成

と表層堆積物層序の確立を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・北海道石狩低地帯北部域（千歳市以北から札幌市）に

ついて、ボーリング柱状図の電子化（1000本）を新規

に実施し、既存のデータと合わせてモデル構築用のボ

ーリングデータベースを整備する。その他の地下地質

地盤情報を統合して、石狩低地帯北部域の浅層地盤の

三次元モデルを構築し、地形・地盤変動の実態を検討

する。 

【平成24年度実績】 

・北海道石狩低地の6自治体から収集したボーリング柱

状図資料の電子化を行い、モデル化に必要な350本の

電子化（XML 形式）及び国土地理院の数値標高によ

る詳細な地形図の構築を完了し、浅部地下構造に関す

る三次元地質モデリングの基礎資料を完備した。ボー

リングデータに基づいて福岡平野の浅部地下の三次元

モデルを構築し、警固断層が天神沈降盆を伴い、沈降

盆の両端域の2箇所で分岐することを明らかにした。

また、これまで用いてきた柱状図解析システムについ

て三次元モデル構築用のデータ管理・境界区分設定機

能などを改良した。 

 

【平成24年度計画】 

・関東平野中央部の地下地質について、層序、地盤モデ

ル、物理探査結果、地下水システムなどを DVD-
ROM にまとめ、公表する。利根川下流域では、浅層

地下水システム解明のため、コアの同位体分析などを

実施する。また液状化を起こしやすい地盤特性解明の

ため、古地形判読、液状化地点分布調査、ボーリン

グ・トレンチ調査、コアの堆積学的・化学的・工学的

分析や計測、既存ボーリング資料の解析、弾性波探査、

電気探査、コーン貫入試験などを実施し、液状化ポテ

ンシャルマップを作成する。 

【平成24年度実績】 

・関東平野中央部での沖積層の堆積環境変遷図・地盤モ

デルの作成、深度600m までのコアの対比による標準

層序確立、反射法探査断面・重力探査結果・地下水の

同位体組成分布などのとりまとめを行い、DVD 出版

までは至らなかったが、地質情報集としての整理をほ

ぼ完了した。利根川下流域での液状化の実態把握のた

め、既存資料収集、ボーリング調査及びコアの解析、

トレンチ調査、地下水位の測定と同位体分析、地中レ

ーダによる空洞探査、弾性波構造探査、電気探査、コ

ーン貫入試験などを実施し、液状化ポテンシャルマッ

プを作成した。 

 

 



産 業 技 術 総 合 研 究 所             

(1177) 

【平成24年度計画】 

・北海道勇払沖の重力データ空白域で海底重力調査を実

施し、既往の海上及び陸上データも取り込んで、陸海

域を接合した重力図を作成する。 

【平成24年度実績】 

・北海道勇払沖の重力データ空白域の約100点で海底重

力調査を実施した。既往の海上及び陸上データも取り

込んで、陸海域を接合した重力図を作成した。 

 

【平成24年度計画】 

・海洋酸性化が石灰藻類に与える影響について培養実験

等による検討を行い、pH の低下に伴う石灰化量の変

化を検討する。内水域の地球温暖化に伴う環境変化を

過去データによる検証を継続するとともに、霞ヶ浦な

ど陸水の酸素炭素同位体比変動の解析を行なう。デル

タや浜堤平野における海岸の堆積物と地形の解析から、

完新世における気候や海水準の変動、地震津波による

海岸への影響を評価する。また、マグマ活動に起因す

る水銀について鹿児島湾の底質に与える影響を水銀同

位体を用いて評価する。 

【平成24年度実績】 

・沖縄周辺に分布する石灰藻類を対象に、pH の低下に

伴う石灰化量の変化を実験手法により検討した。内水

域の地球温暖化に伴う環境変化を過去データによる検

証作業を継続した。また、霞ヶ浦で陸水の炭素同位体

比の変動を解析した。デルタや浜堤平野における海岸

の堆積物と地形の解析から、完新世における気候や海

水準の変動および地震津波の海岸地質環境への影響を

議論した。マグマ活動に起因する鹿児島湾の底質への

影響評価については、調査船運航計画の都合で鹿児島

湾の調査に参加できなかったものの、代替として明神

海丘海域について基礎的情報を収集した。 

 

【平成24年度計画】 

・海面浮遊物の海岸漂着量と風向風速の関連性解明の数

値モデル解析、および衛星画像データを利用した広域

藻場分布の解析を行って、環境モニタリング手法の高

度化を図る。沿岸域環境評価、再生技術の開発のため、

製鋼スラグを用いたアマモ培養水槽実験と生態系モデ

ル実験を行って、製鋼スラグの人工アマモ場土壌とし

ての適用性と効果を評価する。また、局所的に高汚濁

水となっている都市型閉鎖性水域の環境再生技術を確

立する。数値および水理モデル実験を通して津波堆積

物の集積場所の特定を目指すとともに、松島湾周辺の

津波特性の評価を行う。 

【平成24年度実績】 

・播磨灘の数値モデルにより海面浮遊物の海岸漂着量に

及ぼす風向と風速の影響を明らかにするとともに、衛

星画像解析では三津口湾におけるアマモの高密度繁茂

域を判定できた。大阪湾奥部の閉鎖性水域を再現した

水理実験より、環境再生としての地形改変などの流況

制御技術の効果、および製鋼スラグを用いたアマモ培

養水槽実験により、脱リンスラグが人工アマモ場土壌

として適用できることを明らかにした。また、仙台湾

の数値流況モデルを構築するとともに、海陸地形を再

現した松島湾水理実験により、津波の振る舞いや浸水

域を明らかにした。 

 

【平成24年度計画】 

・中国の黄河と長江、ベトナムのメコン河、タイのチャ

オプラヤデルタ、インドのゴダバリデルタにおいて、

現地研究機関と共同で沖積層の基本層序、完新世の環

境変遷、近年の沿岸侵食などに関する調査とこれまで

に実施した研究のとりまとめを行う。 

【平成24年度実績】 

・タイのチャオプラヤデルタにおいて沿岸海域の海底面

反射強度を調査し、沿岸侵食発生地域に特徴的な線構

造の発達を発見した。インドのゴダバリデルタから採

取したボーリングコアと既存のデータをまとめ、完新

世におけるデルタの層序と成長変化を提示し、メコン

デルタと黄河デルタにおいては合成開口レーダデータ

を用いた地形変化や地盤高変化の解析の有効性を提示

した。メコンデルタの過去5千年間の海岸線変化を、

光ルミネッセンス年代測定法を用いて明らかにした。

長江デルタの上部デルタ平野地域の層序を確立した。 

 

【平成24年度計画】 

・北海道勇払沿岸域の海域での地質、活断層調査を着実

に行う。陸域で取得したデータの解析、解釈を進める。

また、平成23年度に実施した沿岸域調査研究の成果を

報告書にまとめる。 

【平成24年度実績】 

・北海道勇払沿岸域において地質、活断層調査を実施し

た。また、平成23年度に実施した沿岸域調査研究の成

果を地質調査総合センター速報として出版した。さら

に、平成22年度に実施した福岡沿岸域の調査結果を海

陸シームレス地質情報として取りまとめた。 

 

1-(3) 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

【第3期中期計画】 

 自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関する

全地球的観測戦略の一環として、衛星画像情報のアーカ

イブ、地質情報との統合を図る。また、シームレス化、

デジタル化された地質情報と衛星情報から、新たな視点

の地質情報を得ることを可能にする技術の開発を行う。

また、情報通信速度の向上や画像処理技術の進展に応じ

て、新たなデータを統合してデータベースとして提供す

る等の対応を行う。 
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1-(3)-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データベ

ースの整備（Ⅳ-2-(2)-①へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を

整備し、地質情報との統合利用により、鉱物資源のポ

テンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に

利活用する。また、情報通信技術との融合により、シ

ームレス化、データベース化された地質情報と衛星画

像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の

地質情報を抽出するための利活用方法の研究を実施す

る。 

 

【平成24年度計画】 

・利用しやすい形、かつ、品質保証された ASTER、

PALSAR および METI 開発次期センサの衛星画像情

報の整備に向けた研究開発を行う。 

1) ASTER に対する地上サイトを用いた校正と検証、

および、その画像補正にかかる研究開発を継続する。 

2)  ASTER のデータベースでは全量生データ

（195TB）の蓄積の上に、さらに約15TB の生データ

の蓄積を行う。また、PALSAR のデータベースでは

全量生データ蓄積に向けた処理系の開発に着手する。 

3) 次期センサに対しては、その特殊性を考慮した校正

手法、処理アルゴリズムおよびそのデータベースの研

究開発を継続する。 

【平成24年度実績】 

・代替および相互校正の研究成果から、より信頼得る感

度経年変化を得て、その結果を ASTER 標準プロダク

トに反映させることとなった。また、数百テラバイト

（TB）クラスから新しいペタバイト（PB）クラスシ

ステムに移行。ASTER データベースではさらに約

15TB の生データを蓄積し、PALSAR データベースで

は WMS 配信および CSW 検索、WPS データ処理の

システム構築を行った。さらに月を用いた校正手法の

利用に向けて、その月面輝度モデル信頼性等の研究に

着手した。また、新たなアルゴリズム（L1処理）等

の開発に着手した。 

 

【平成24年度計画】 

・整備された衛星画像情報を利用した各種ベースマップ

およびデータベース作成ための以下の研究開発を行う。 

1) 天然色全球マップ作成のための研究開発を継続し、

ヨーロッパ、アフリカ北部、アジア内の未作成部地域

の高品質マップを作成する。 

2) 全球都市マップ作成のための研究開発を継続し、試

作されたマップの精度向上を図る。 

3) 前年度に続き地理情報管理のためのシステムの利用

実証を行い、その結果をもとにさらなる改良を進める。 

【平成24年度実績】 

・天然色全球マップについては、当初計画のヨーロッパ

およびアフリカ北部を作成、その後、鉱物資源開発で

重要度の高いオーストラリアを先行して作成した。ま

た、全球都市マップについては、位置情報を持った人

口統計情報を追加適用し、前年度試作したマップに対

し、その精度向上を図った。さらに開発した地理情報

管理システムについて、試験利用を開始、その上で、

ユーザインタフェースを改良し、ASTER データ検索

機能や地質データを追加した。 

 

【平成24年度計画】 

・GEO Grid 等を用いて、地質情報と衛星画像情報の統

合解析に基づく岩相マッピング、火山観測、地すべり

ポテンシャル、X 線 CT 岩石学を実施し、三次元地質

モデルの作成を行う。 

【平成24年度実績】 

・衛星画像情報を用いて福徳岡ノ場海底火山の変色海域

の観測を実施した。また地質図と地形のデータ精度の

違いによる地すべりポテンシャル解析への影響を調査

した。大型放射光利用施設 SPring-8において X 線

CT 装置の改良を行ない、それを用いて小惑星探査船

「はやぶさ」の回収試料の分析や変形を加えたマグマ

物質の X 線 CT 解析を実施した。三次元地質モデル

の作成を目的に、モデル作成に必要な地質境界面の形

状を迅速に推定するシステムの開発を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・地質情報のデータベース化の一環として ASTER 時系

列 DEM 及びオルソ画像の作成範囲を拡大し、火山衛

星画像データベースの維持、更新を行う。 

【平成24年度実績】 

・地質情報のデータベース化の一環として ASTER 時系

列 DEM 及びオルソ画像の作成範囲をオセアニア、南

米に拡大し、これまでに北米以外の全球をカバーした。

火山衛星画像データベースについては維持、更新を行

い、新たに22,000シーンの衛星画像を追加した。 

 

【平成24年度計画】 

・これまでの成果に基づいて、野外調査の利便性向上と、

得られたデータの管理に資する機器・ソフトの調査・

開発と実地テストを行う。 

【平成24年度実績】 

・露頭情報のデジタル取得手法の確立のため、実地試験

成果を GIS 関係の研究会で報告すると共に一般にも

公開した。また、クリノメーターソフトの実地試験を

行い、同ソフトウェアの新機能の開発を行った。 

 

２．地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

 地球の基本構成要素である地圏は、天然資源を育むと

ともに地球の物質循環システムの一部として地球環境に
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大きな影響を与える。地球の環境保全と天然資源の開発

との両立は近年ますます大きな問題になっている。地圏

の環境保全と安全な利用、環境に負荷を与えない資源開

発及び放射性廃棄物地層処分の安全規制のため、地圏シ

ステムの評価、解明に必要となる技術の開発を行う。 

  

2-(1) 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開

発 

【第3期中期計画】 

 土壌汚染、地下水汚染問題に対し、環境リスク管理に

必要な評価技術の開発を行う。また、地球環境における

低負荷のエネルギーサイクル実現のため、二酸化炭素地

中貯留及び地層処分等の深部地層の利用に関する調査及

び評価技術の開発を行う。 

  

2-(1)-① 土壌汚染評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・土壌汚染等の地圏環境におけるマルチプルリスクの評

価手法を構築し、産業のリスクガバナンスを可能にす

るため、統合化評価システム及び地圏環境情報データ

ベースを開発する。また、物理探査技術による土壌汚

染調査の有効性を検証し、原位置計測や試料物性計測

技術との併用による土壌汚染調査法を構築する。さら

に、地圏環境の統合化評価手法を発展させ、水圏及び

地表の生活環境における様々なリスクを適切に評価す

るための技術体系を確立する。 

土壌汚染対策については、鉱物、植物、微生物及び再

生可能エネルギーを活用した環境共生型の原位置浄化、

修復技術を開発し、産業用地や操業中の事業場に適用

可能な低コスト化を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・土壌汚染評価技術の開発のため以下の研究を行う。 

1) 土壌汚染等に起因する経済リスクの統合化評価モデ

ルの開発を継続し、浄化・修復に伴う各種データを解

析して土壌汚染対策の LCA モデルに反映させる。土

壌地質環境基本調査を行い、特定地域における土壌汚

染情報を収集する。また、物理探査による土壌汚染調

査の有効性を検証し、生物地球科学的計測との併用に

よる土壌汚染調査法を開発する。 

2) 土壌汚染対策については、自治体や企業と共同で土

壌及び地下水汚染現場の調査を行い、動電学的手法、

微生物及び鉱物を活用した原位置調査・浄化技術の実

用化促進と普及を図り、工場や事業場等におけるリス

ク管理方策の指針を提示する。 

・津波災害に伴う土壌汚染リスクの評価を可能にするた

め、東日本沿岸域における津波堆積物及び土壌の調査

を実施し、津波堆積物及び土壌の物理性状、化学及び

生物的な特性を明らかにする。また、沿岸域の津波堆

積物と底質の調査を行い、津波堆積物の集積域及び津

波特性の評価に基づいて沿岸域と陸域における土壌特

性を解明する。 

【平成24年度実績】 

・自治体や企業と連携して土壌汚染浄化事業の浄化コス

トおよび環境負荷を解析して、経済モデルと LCA モ

デルを作成した。茨城県内の地球化学調査により表層

土壌の基本情報を収集した。油土壌汚染の物理探査デ

ータを集積して、高精度モニタリング手法を確立した。

また、土壌汚染現場の調査と実証試験により動電学的

手法とバイオ浄化手法との併用の相乗効果を確認し、

放射性物質を含むリスク管理方策を公表した。このほ

か東日本沿岸の土壌と津波堆積物の調査を完了し、津

波堆積物の物理、化学、生物学的特性をデータベース

化した。 

 

2-(1)-② 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発（Ⅰ-6-

(6)-③へ再掲） 

【第3期中期計画】 

・早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、

二酸化炭素の安全かつ長期間にわたる貯留を保証する

ための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯留に

ついては、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的

なモニタリング技術の開発、二酸化炭素の長期挙動予

測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援す

る技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安

定性を評価する技術を開発する。 

圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の

高いモニタリング技術や、我が国での実用化に当たっ

て考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリ

ング技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯

留されるメカニズムの定量的解析や、各地における貯

留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、

安全性評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に

対応した地中貯留の基礎研究を実施する。 

 

【平成24年度計画】 

・二酸化炭素地中貯留の安全性評価に関する要素研究を

行う。 

1) 米国の実験地にて継続して観測点の検討やベースラ

イン測定ならびに変動レベルの解析や予測、地質構造

モデル構築などを行い、自然地震や重力などを用いた

低コストなモニタリング技術を開発する。また、弾性

波の既存データへの適用を検証し、物理探査モニタリ

ング支援の為の探査データを活用した物理量変換プロ

グラムを開発する。 

2) 研究実施地域の精密地質モデル作成、断層部分の亀

裂浸透性評価と浸透性の初期モデルの構築を行うこと

で、変形を取り扱えるシミュレーションに断層等の地

質要素を加味し遮蔽性能評価技術開発へつなげる。ま

た、砂泥互層中のポアサイズなどがシール圧に及ぼす
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効果の検証、実フィールドのシール圧データとの比較、

シミュレーションによる感度解析、鉱物の沈殿速度測

定システムの構築などを行い、砂泥互層が二酸化炭素

地中貯留に与える影響の評価技術を開発する。 

【平成24年度実績】 

・米国サイトにて重力、自然電位などの弾性波探査補完

モニタリング技術の CO2圧入前測定を行った。物理

量変換プログラムを用いて CO2圧入による変動予測

レベルの評価を行うとともにプログラムに物理探査デ

ータ解析機能を付加した。また、圧入による地層変形

モデル化のため、地表面変形等観測データと整合する

CO2自然湧出地点の地下モデルを作成するとともに、

圧入対象軟岩のひずみと浸透率の関係等を室内実験で

求めた。砂泥互層の遮蔽性能評価のため、人工および

天然岩石試料のシール圧データを蓄積し粒径分布の影

響等を評価した。 

 

2-(1)-③ 地層処分にかかわる評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・処分計画における地下水シナリオの精度を向上させる

ため、原位置実証試験による水理学的研究や環境同位

体を用いた地球化学的研究を実施し、沿岸部深部地下

水の流動環境と組成を把握する。また、沿岸域の地質

構造評価のため、浅海域電磁探査法の適用実験及び改

良による実用的な探査手法を構築するとともに、海陸

にわたる物理探査データ解析・解釈法を開発する。さ

らに、処分空洞周辺の超長期間の緩み域の広がりを把

握するために必要な技術基盤を開発する。 

 

【平成24年度計画】 

・地層処分における地下水シナリオの精度向上のための

研究を行う。 

1) 深部調査井を1200m まで掘削（1000m からの延

伸）し、地下水試料と地質試料を採取する。さらに、

地質境界と水理境界の異なる部分に焦点を当てて水理

試験を実施する。水理試験には、一部 Push-Pull 試

験を採用し、地下水の安定性を評価する。 

2) これまでに蓄積した資料や試料分析結果を用い、海

水準変動を加味した超長期地下水流動解析を行って、

沿岸域海底下地下水の超長期安定性について解明する。 

3) 海陸接合物理探査：幌延沿岸域において海底電磁探

査法の補足調査を行って海陸接合の比抵抗構造モデル

を完成させ、調査手法を構築する。さらに、海陸接合

反射法地震探査（地点未定）を行うことで、深部に至

る沿岸域海底下地質構造を高精度に把握する手法を確

立する。 

4) これまでの沿岸域研究の成果を取りまとめるともに、

JAEA の知識化データベースへのデータ移植、

NUMO への技術移転マニュアルの作成に着手する。 

 

【平成24年度実績】 

・深度1200m の掘削調査による地質試料等から、化石

塩水の滞留ゾーンの連続性を確認し、さらに Push-
Pull 水理試験を適用し、水理特性把握により地下水

の安定性を評価した。また海水準変動を考慮した地下

水流動解析を実施し、超長期に渡る地下水安定領域の

存在を解明した。一方、海底電磁探査の補足調査およ

び海陸接合反射法地震探査は、地元との調整が難航し、

既存データの再処理や数値シミュレーションの実施に

変更した。加えて、これまでの成果の取りまとめ、知

識化データベースへの情報共有、マニュアルの作成に

着手した。 

 

2-(2) 地圏の資源のポテンシャル評価 

【第3期中期計画】 

 地圏から得られる天然資源である鉱物、燃料、水、地

熱等を安定的に確保するため、効率的な探査手法の開発

を行う。また、新鉱床等の発見に貢献することを目的と

して、資源の成因及び特性解明の研究を行う。さらに、

各種資源のポテンシャル評価を行い、資源の基盤情報と

して社会に提供する。このような資源に関する調査、技

術開発の知見を我が国の資源政策、産業界に提供する。 

  

2-(2)-① 鉱物及び燃料資源のポテンシャル評価（Ⅰ-

3-(3)-③へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源

の成因や探査法に関する研究、リモートセンシング技

術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャ

ル評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発

に連結しうる鉱床を各地域から抽出する。 

海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則

り、探査法開発、海底鉱物資源の分布や成因に関する

調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学

的データの補充等によりフォローアップする。 

工業用原料鉱物及び砕石、骨材資源に関し、探査法開

発、鉱床形成モデル構築、資源ポテンシャル評価を行

う。国内及びアジア地域の鉱物資源情報のデータベー

スを拡充する。 

メタンハイドレート等未利用燃料資源利用のため、代

表的な資源賦存域において資源地質特性解明及び資源

ポテンシャル評価を行い、燃料資源地質図を整備する。

国内資源として重要な南関東水溶性天然ガス資源の賦

存状況を解明し、燃料資源地質図として整備する。大

水深域等の海域及び陸域における地質調査と解析によ

り、天然ガス鉱床形成システム解明及び資源ポテンシ

ャル評価を行う。効率良い資源開発や環境保全に向け、

メタンの生成、消費等の地下微生物活動を評価する。 
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【平成24年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のための研究

を行う。 

1) モンゴル、南ア、南米、米国、東南アジアなどにお

いて、希土類を中心とするレアメタル鉱床の資源ポテ

ンシャル評価を実施する。特にモンゴル西部では、重

希土類鉱床の精査を実施する。 

2) レアメタル分析・選鉱試験施設において、希土類鉱

石を中心とする分析・選鉱ルーチンを確立する。ロシ

ア、東南アジアなどの選鉱残渣からの希土類鉱物選鉱

試験を実施し、開発に向けた基礎資料を得る。高精度

年代測定装置を導入・整備する。 

3) ベントナイトなどの工業用原料鉱物に関する国内外

の資源ポテンシャル評価を実施し、供給安定性向上お

よび処分場用途に資するデータを収集する。 

4) アジア全域鉱物資源図の作成、国内鉱物資源図の電

子化、アジア鉱物資源データベースの拡充と電子化を

進める。20万分の１、5万分の1地質図のための鉱物資

源情報を収集する。 

【平成24年度実績】 

・モンゴル西部、南ア北東部における鉱床精査により、

高品位・大規模重希土類鉱床の分布を確認した。施設

の安全対策を策定し、小型浮選機などを導入・整備し

た。ロシアなどの選鉱残渣の分析により希土類抽出に

関する基礎的データを得た。高精度年代測定装置など

を導入し高度化を図った。東北地方のベントナイト鉱

床の探査・評価を実施した。ベントナイトの MB 吸

着量測定法などを改良した。中央アジア鉱物資源図の

出版、アジア鉱物資源データベースの拡充を行った。

5万分の1地質図「播州赤穂」の現地調査および20万分

の1地質図「横須賀」の取りまとめを実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・レアメタル等鉱物資源ポテンシャル評価のための研究

を行う。 

1) 南アフリカ共和国最大の金鉱床地域において、微小

領域分析に基づき金の存在形態を明らかにする。また

南アの白金族鉱床を対象として白金族の存在形態を明

らかにする。 

2) 菱刈地域、野矢地域やアラスカ州の金鉱床を対象と

して同位体分析、微小領域分析を用いた鉱床探査法の

検証を行う。また、金鉱床の特徴を抽出するため、雲

仙火山内部の熱水系を比較検討する。 

3) インジウム鉱床を対象として、亜鉛鉱石に加えて銅

鉱石のインジウム含有鉱物等のＸ線顕微鏡、赤外線顕

微鏡観察や硫黄同位体比測定等を行い、インジウム濃

集環境の多様性を明らかにする。 

4) 鉄マンガンクラストの成因と金属元素濃集機構の解

明を目的として、鉄マンガンクラスト試料の密なオス

ミウム同位体分析に必須な試料作製法を確立する。 

【平成24年度実績】 

・南ア金鉱石で金ナノ粒子を確認し、白金族鉱床硫化鉱

物ではペントランダイト微小部で Pd が高濃度であっ

た。菱刈鉱床内方解石の同位体比をボーリングコアの

それと比較し、野矢地域では同位体比と化学分析値の

空間的な関係を明らかにした。アラスカでは3種の炭

酸塩鉱物の同位体比の鉱床探査における役割を示した。

雲仙では深度1700m で190℃の変質累帯配列を示した。

豊羽鉱床で In は銅鉱石中にも最大1090ppm 含まれる

ことを明らかにした。クラスト研究ではタングステン

カーバイドドリルによる密な試料作製法を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・我が国の燃料資源ポテンシャル評価のための研究を行

う。 

1) 上越沖、東部南海トラフ等で収集したコア試料、物

理探査データの解析を進め、メタンハイドレート鉱床

の成因を明らかにする。 

2) 関東平野の水溶性天然ガスのデータや地質学的デー

タを取りまとめ、燃料資源地質図として出版する。 

3) 東部南海トラフの海底堆積物、南関東ガス田のかん

水、秋田県と山形県の油田の油層水等の地化学分析、

含まれる微生物の培養と菌相解析に基づき陸域地下圏

や海底下のガスハイドレート分布域における地下微生

物によるメタン生成や消費プロセスの解明を進める。 

4) 非在来型および在来型燃料資源鉱床の賦存状況や鉱

床成因、地圏における炭化水素の挙動等を地質、地化

学、地球物理的手法等により解析し、鉱床の探査や開

発およびポテンシャル評価のための基盤的情報や技術

の整備を進める。 

【平成24年度実績】 

・上越沖のコア試料、物理探査データ解析を進め、メタ

ンハイドレート（MH）安定領域を推定するため温度

構造モデルを構築した。東部南海トラフでの MH 層

採取に参加し、試料分析等を実施した。また、関東の

水溶性天然ガス坑井データを収集整理し、地下地質構

造のモデル作成・解析を進めたが、地質図の編集は完

了しなかった。このほか、海底堆積物及びガス田かん

水中で水素資化性メタン生成菌の優占、CO2還元経路

の高メタン生成活性を見出した。さらに炭化水素挙動

解明として、ガス分析法の改良、統計熱力学的手法に

基づくガスハイドレートの相平衡解析等を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・非金属鉱物資源や材料、地圏流体等の地質学的、地化

学的、鉱物化学的解析を通して、地殻流体、炭化水素

ガス、二酸化炭素等の物理化学性状を解明するととも

に、非金属鉱物資源の賦存状況把握や利用に関わる研

究、非金属鉱物材料の製品化に資する研究及び現場実

験等を進める。 
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【平成24年度実績】 

・非金属鉱物材料として、特にハスクレイに関する研究

を進め、工業用材料として利用するための基礎的情報

となるハスクレイの物理化学性状を明らかにし、表面

特性および疎水化処理を行うための基礎的データを取

得した。 

 

2-(2)-② 地下水及び地熱資源のポテンシャル評価 

（Ⅰ-1-(2)-③へ一部再掲） 

【第3期中期計画】 

・我が国の地下水及び水文環境の把握のため、全国の平

野部を中心に整備を進めている水文環境図を2図作成

する。また、工業用水の安定的な確保のため、全国の

地下水資源ポテンシャル図を整備する。 

再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテ

ンシャルを地理情報システムによって高精度で評価し、

全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、

温泉発電技術や貯留層探査評価技術を含む地熱技術を

開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

【平成24年度計画】 

・我が国の地下水及び水文環境の把握のための研究を行

う。 

1) 地下水汚染リスク研究：福島県を中心とした地下水

の層別（深度別）流動を明らかにする詳細調査と東北

地方東海岸全域の概要調査を行い、成果を地下水汚染

リスクマップに取りまとめる。さらにこの調査手法を

東海～南海地震時にも適応できるようマニュアル化す

る。 

2) 水文環境図：沿岸域断層調査の結果をふまえ、石狩

と熊本の水文環境図についての取りまとめをおこなう。

成果は第3期中に出版する予定。 

3) CCOP 東南アジア地下水研究、工業用地下水研究

の新たな展開に移る。 

【平成24年度実績】 

・東北地方沿岸域全体での水文・地下水調査および福島

県南相馬市・宮城県気仙沼市・岩手県陸前高田市・群

馬県館林市における掘削調査を行い、全域を通した広

域地下水流動解析を実施し、現在のところ各地（平野

ごとの）地下水流動状況を把握するに至った。既存デ

ータに誤分析があることが判明したため、データの洗

い出しを行い、既存出版物の影響を調査した。CCOP
加盟国のうち、ベトナム・タイに関して水文環境図の

作成を開始した。本年度は試料の取得・分析を実施し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・地熱資源ポテンシャル評価の研究においては、温泉発

電資源等各種資源の評価手法改良を継続する。特に福

島県について資料収集・整備を行う。地熱開発促進に

むけた地熱利用と温泉保全の両立の研究は2件の受託

研究の最終年度にあたり、温泉発電システムの研究で

は、スケール抑制・資源評価技術の取りまとめを、温

泉共生型地熱貯留層管理システム開発では、地熱発電

と温泉の共生のためのモニタリング指針等取りまとめ

及び影響評価システム構築を行う。さらに、産総研福

島再生可能エネルギー研究開発拠点での地熱研究体制

の構築を開始する。 

【平成24年度実績】 

・精密評価実施地域との比較等により地熱資源評価手法

を改良すると共に、福島県の温泉等データの収集を開

始した。「地熱資源研究・評価への電子地球科学情報

利用の事例集」出版原稿を提出した。温泉発電システ

ムの研究では、スケール付着予測を行うと共に、地化

学分析やモニタリング等に基く温泉資源量評価手法を

構築した。温泉共生型地熱貯留層管理システム開発で

は、調査地域の地熱系モデル構築、統合化ソフトウェ

アの開発等を行って研究を取りまとめた。福島拠点設

立準備室に参画し、産総研福島拠点での地熱研究体制

の構築を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・地下水汲み上げ方式の地中熱ポテンシャルマップにつ

いて、実証試験の結果を基に適地指標の定量化を試み

るとともに山形盆地の他に秋田平野と仙台平野への適

用を目指す。また、地中熱利用での地盤物性事前調査

手法の開発を継続し、予測採熱量と実際の地中熱利用

量データの詳細な比較によって調査精度を確認する。

さらに産総研福島再生可能エネルギー研究開発拠点に

おける地中熱研究の体制を構築する。また，タイ国カ

セサート大学設置の機器を修理して冷房実証実験を再

開し、熱帯-亜熱帯地域での地中熱利用の高効率化及

び低コスト化の研究に着手する。 

【平成24年度実績】 

・山形盆地および秋田平野において、オープン型（地下

水汲み上げ方式）地中熱システムの三次元地下水流動

及び熱輸送解析モデルを構築し適地指標を抽出した。

また、仙台平野については、オープン型とクローズド

型のそれぞれについて地中熱ポテンシャル評価を行っ

た。土木工事等で計測される N 値と有効熱伝導率と

の関係式を作成して、予測採熱量と実測値がほぼ一致

することを確認した。タイ国カセサート大学設置の機

器の修理を行い、冷房実証実験を再開した。福島拠点

設立準備室に参画し、産総研福島拠点での地熱研究体

制の構築を開始した。 

 

2-(3) 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境

評価技術の開発 
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【第3期中期計画】 

 高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対し、国が行

う安全規制への技術的支援として、地質現象の長期変動

及び地質環境の隔離性能に関する地質学的、水文地質学

的知見を整備し、技術情報としてとりまとめる。また、

放射性核種移行評価に向けての技術開発を行う。 

  

2-(3)-① 地質現象の長期変動に関する影響評価技術の

開発 

【第3期中期計画】 

・高レベル放射性廃棄物地層処分における概要調査結果

に対する規制庁レビューの判断指標として、特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委員

会の環境要件に照らし、隆起侵食活動、地震・断層活

動、火山・火成活動等の”著しい地質変動”の活動履

歴及び将来予測において必要となる各変動の発生位置、

時代等の不確実性を低減するための調査及び評価手法

の適用性評価と長期的な予測手法の開発に向けた検討

を行う。また、処分深度の深層地下水の性状、その起

源及び流動プロセスの把握手法を開発する。これらの

手法の適用結果を、データベースとして取りまとめて

国に提供する。さらに、各種の地質変動が深層地下水

流動に及ぼす水文地質学的変動モデルの開発に向けた

検討を行う。以上の成果を技術情報として取りまとめ、

公表する。 

 

【平成24年度計画】 

・概要調査結果の妥当性評価のため、下記の技術開発を

行い、技術情報の提示を行う。 

1) 第四紀火山データベースの拡充・更新および地質断

層 GIS データベースを作成する。 

2) 地殻変動ならびに侵食作用の将来予測手法の開発を

目的として、地質断層の再活動性評価手法、宇宙線生

成核種を用いた侵食量測定手法、沿岸地域の侵食・堆

積履歴解明手法の検討を行う。また、超巨大海溝性地

震等による地殻変動および火成活動への影響について

も検討を行う。 

3) 火山活動予測手法に関して、島弧スケールでのマグ

マ含水量の空間分布データを引き続き取得し、超長期

的な火山活動評価指標としての可能性を検討する。 

4) 各種同位体を用いた地下水年代の定量的評価手法の

検討及び、塩水－淡水混合系以外の、長期停滞水が混

合した系における評価手法の検討を行う。 

5) 各種データベース（深層地下水、地下水地理情報、

深層地下水等）の充実・更新を行う。 

6) 地質・気候関連事象による深部流体・熱水活動の周

辺地下水系への影響に関する予測手法の検討を行う。 

7) 処分地に影響を与える各自然事象のモデル化に基づ

いて、地下水流動が受ける影響の予測とその定量的評

価手法を検討する。 

【平成24年度実績】 

・第四紀火山岩・貫入岩体 DB を一般に公開した。断層

GIS については文献収集のみ実施した。また、地殻

変動、浸食作用について各種手法を検討し、断層周辺

の応力不均質の存在と解析法及び新たな侵食・堆積量

見積り法を示した。火山活動への水の関与の空間分布

が明らかになった。深部流体混入系における地下水年

代の定量的評価手法を提示した。計画にあるすべての

DB を更新した。熱水活動の上昇場の分布の検討を行

い、空間的分布の要因を示した。海面変化による塩水

の侵入・流出の時期を特定する手法を提案した。 

  

2-(3)-② 地質環境の隔離性能に関する評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

・高レベル放射性廃棄物地層処分における精密調査結果

に対する規制庁レビューの判断指標として、特定放射

性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委員

会の環境要件に照らし、岩盤の強度、地下水の化学的

性質、地下水流動に関する不確実性を低減するための

水理・化学環境調査、評価手法の開発、整備と、調査

手法及びデータの品質管理に関する評価手法を整備す

る。また、自然事象等の外的要因が地下水流動、化学

的環境に及ぼす影響を評価するための室内実験手法、

解析手法を整備した上、シナリオに基づく長期的な変

動が地下水流動、核種移行に及ぼす影響予測手法を開

発、整備する。以上の成果を技術情報として取りまと

め、公表する。 

 

【平成24年度計画】 

・概要調査及び精密調査結果の妥当性評価、安全評価の

基本的な考え方の整備のために、下記の技術開発を行

い、技術情報の提示を行う。 

1) 各種調査手法として、間隙水圧分布形成、微生物の

核種移行への影響に関する原位置調査手法の検討、提

示を行い、それぞれの要因が、地下水流動及び物質移

行に及ぼす影響を評価するための解析手法の適用性を

検討する。 

2) 地下の水理環境及び地下水水質の変動要因に関して、

原位置の水理試験、水圧モニタリング、化学、生物化

学環境データを基とした課題の整理を行い、それらの

変動の将来予測を行うためのモデル化の検討を行う。 

3) 各種自然事象の影響を考慮した水理-熱-応力変形-

化学反応連成モデルの適用性を地下水流動系の観点で

評価する。 

【平成24年度実績】 

・室内実験による浸透圧発生のパラメータ評価手法を高

精度化するとともに、既往の地下水流動逆解析コード

への組み込みを行った。また、原位置での水質、溶存

ガス、微生物等のモニタリング結果から地下施設周辺

の水理環境変動を評価可能であることを示した。さら



資 料 

(1184) 

 
 

 
 

に断層活動による断層周辺の水理特性変化、マグマ上

昇による広域的な水理特性変化等の数値解析手法の検

討を行った。 

 

３．地質災害の将来予測と評価技術の開発 

【第3期中期計画】 

 地震、火山活動等による自然災害の軽減に必要な、科

学的根拠に基づく地震と火山活動の予測が期待されてい

る。その実現のために、調査及び観測情報に基づいて地

震及び火山活動履歴を明らかにし、また地震及び火山活

動のメカニズム解明を目指した調査、研究を実施する。 

  

3-(1) 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精

度化 

【第3期中期計画】 

 陸域及び沿岸海域の活断層や過去の巨大津波発生状況

について古地震調査を行い、将来の地震発生危険度や発

生しうる津波の規模を明らかにする。内陸地震の発生と

地盤変形の予測に必要な物理モデルの構築とシミュレー

ション手法を提案する。また、東海・東南海・南海地震

を対象とした海溝型地震の短期予測システムを構築する。

さらに、これら調査研究結果の情報公開を行う。 

  

3-(1)-① 活断層評価及び災害予測手法の高度化 

【第3期中期計画】 

・陸域及び沿岸海域の25以上の活断層について古地震調

査を行い、過去数千年間の断層挙動を解明することに

より将来の地震発生危険度を明らかにする。また、調

査結果のデータベース化と情報公開を進める。 

地震の規模と発生時期の予測技術確立のために、糸魚

川－静岡構造線を例に、過去の断層挙動、最近の地震

活動、地殻変動や実験データに基づいた活断層の物理

モデルの原型を提示する。 

地震発生時の災害予測のため、大都市圏近傍等の活断

層運動による地盤変形を予測するための調査手法とシ

ミュレーション手法を提案するとともに、地盤変形評

価図を作成する。 

 

【平成24年度計画】 

・将来の活動確率や地震規模が十分に明らかにされてい

ない陸域及び沿岸海域の活断層について、断層の位置

形状、活動性及び活動履歴を明らかにするため、5断

層帯程度について調査を実施する。 

【平成24年度実績】 

・陸域の主要活断層として、十勝平野断層帯、高山・大

原断層帯、長良川上流断層帯、濃尾断層帯、上町断層

帯、警固断層帯について、沿岸海域の活断層として、

サロベツ断層帯、布引山地東縁断層帯、柳ヶ瀬・関ヶ

原断層帯の計9断層帯について、分布形状や活動履歴

に関する詳細な調査を実施し、将来の活動性評価のた

めのデータを得た。 

 

【平成24年度計画】 

・地震時変位量を指標とした連動性評価手法をさらに発

展させるため、北アナトリア断層系において追加の古

地震調査を実施する。国内断層系への適用事例として、

糸魚川－静岡構造線活断層系を対象として古地震調査

を実施する。平成23年福島県浜通りの地震に伴う地震

断層等の詳細な地形、地質調査を実施し、地形表現に

乏しい活断層の評価手法を検討する。また、短い活断

層の長さが震源断層より短く見積もられている原因と

その割合の評価手法を、断層の活動性と地形的特徴に

基づいて検討する。さらに、断層破砕物質を用いた断

層活動性評価手法開発研究を実施する。 

【平成24年度実績】 

・北アナトリア断層系で最近2回の地震時変位量を復元

した。また、糸魚川ー静岡構造線岡谷断層の最近4回

の活動履歴を明らかにした。平成23年福島県浜通りの

地震に伴う地震断層等の過去の活動時期と変位量を明

らかにした。短い活断層の評価手法開発のため、活断

層の長さの精査ならびに地質断層との比較を行った。

断層破砕物質を用いた断層活動性評価手法の一般化に

向け、岩国断層帯、西山断層帯等の断層岩試料の鉱物

化学分析を実施すると供に、湯ノ岳断層のトレンチ調

査を実施し、分析用試料を採取した。 

 

【平成24年度計画】 

・地震・活断層総合データバンクとして、関連するデー

タベースとの連携を強化するとともに、継続的にコン

テンツの充実を図る。活断層データベースの検索画面

にシームレス地質図を重ね合わせて表示できるシステ

ムを公開する。 

【平成24年度実績】 

・活断層データベースの検索画面にシームレス地質図を

重ね合わせて表示できるシステムを公開するとともに、

国土地理院の都市圏活断層図をリンク表示する機能を

試作した。一般ユーザー向けの FAQ などを充実させ

た。 

 

【平成24年度計画】 

・糸魚川－静岡構造線（糸静線）断層帯の変動、応力場

再現のためのシミュレーションモデル作成において、

これまで構築したモデルにさらに断層を埋め込み地震

発生が可能なモデルとする。地震観測、応力測定、シ

ミュレーションによる糸静線応力場の総合化を行う。

また、これらをもとにした糸静活断層帯で発生する地

震の連動性評価のため、異なる方向へ傾斜する複数の

断層上の動的破壊伝播過程を計算する手法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・シミュレーションモデルについては、東西圧縮と伊豆
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半島衝突の影響および活断層深部のシアゾーンを含む

中部地域の応力場に与える影響を評価できるように有

限要素ソフトウェア Frontstar を改良し、さらに活断

層を埋め込んだ地震発生が可能なプログラムを作成し

た。地震観測等による応力場とシミュレーションによ

る応力場の総合化では、両者の違いを明らかにした。

地震発生の連動性評価においては、地表を含まないと

いう条件下で、異なる方向へ傾斜する複数の断層上の

動的破壊伝播過程を計算する手法を開発した。 

 

【平成24年度計画】 

・脆性-塑性遷移領域における変形プロセス解明のため、

地殻内部に普遍的に存在する鉱物である石英や長石の

摩擦特性を比較検討する。中央構造線のボーリングコ

アの脆性-塑性遷移領域を境に、その上部と下部に接

する領域の応力状態の違いを明らかにする。またボー

リングコアの解析によって明らかになった脆性-塑性

遷移領域直下の岩石変形過程を実験室で再現するべく

技術開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・石英と長石の摩擦特性について、水を含んだ環境下に

おける摩擦実験データにより、長石の方が石英より速

度弱化になる温度範囲が広いことがわかった。中央構

造線のボーリングコアに含まれる断層岩を調べ過去の

応力状態を見積もった。脆性-塑性遷移領域直上で被

った差応力は100MPa 未満、脆性－塑性遷移領域直下

で被った差応力は200MPa 程度であることが明らかに

なった。岩石変形再現実験に使用する試料の焼結過程

において、当初設定に加え、湿度の精密管理とその管

理方法を検討する必要があることがわかった。 

 

【平成24年度計画】 

・三軸圧縮クリープ試験を行い、微小破壊活動に及ぼす

周期的封圧変動の影響を調べる。地下深部の深さ約

8km までに相当する高温高圧下における弾性波速度測

定を可能にするための計測システム構築に関して、新

規圧力容器を用いた高圧下での弾性波速度測定を実施

する。高温下での実用化についても技術開発を進める。 

【平成24年度実績】 

・人工的な亀裂を持つ試料の破壊実験を行い、震源核形

成過程における周期的封圧変動の影響を調べた結果、

封圧変動に同期して震源核形成域の大きさが増減する

ことを明らかにした。実験設備に、老朽化による当初

予想していなかった故障が発生し、その修理が完了す

るまで高温高圧下における長時間実験が出来なかった。

そのため、高温高圧下における弾性波速度測定を可能

にするための計測システム全体の構築は未完成ではあ

るものの、データ収録システム構築までは完成した。 

 

 

【平成24年度計画】 

・深谷および綾瀬川断層で、反射法地震探査、ボーリン

グ調査、コア物性試験を実施する。これらに基づき深

谷および綾瀬川断層、立川断層の浅部変形構造をモデ

ル化し、開発した粒子法コードによりパラメータスタ

ディを行う。また、断層周辺の変形構造等から推定し

た深部断層形状を用いて、有限要素法等による断層進

展シミュレーションを行う。これらをまとめた地盤変

形予測図のプロトタイプを作成する。さらに、東日本

の活断層帯周辺を対象に航空レーザーDEM と変形構

造データを収集し、アーカイブとして取りまとめる。 

【平成24年度実績】 

・深谷および綾瀬川断層からコアを取得し物性試験を基

に地下構造データを充実し、このデータから、拡張有

限要素法により深部断層形状を仮定した地盤変形断層

滑りシミュレーションを行った。浅部断層については

地盤物性を考慮した有限要素モデルを生成し、深部結

果との連結解析を行った。粒子法で断層進展解析を行

い、既往実験結果と比較し整合性を確認した。関東北

部断層帯において航空レーザーによる詳細地形データ

を取得し、既存の堆積岩類の情報とともにアーカイブ

化し、断層帯活動に伴う地盤変形予測図のプロトタイ

プを作成した。 

 

3-(1)-② 海溝型地震及び巨大津波の予測手法の高度化 

【第3期中期計画】 

・東南海・南海地震を対象とした地下水等総合観測施設

を整備し、既存の観測データと統合して解析を進め、

駿河トラフ・南海トラフで発生する東海・東南海・南

海地震の短期予測システムを構築する。 

巨大津波による災害を軽減するため、日本海溝及び南

海トラフに面した沿岸域の地形・地質調査に基づいて、

過去数千年間の巨大津波の発生履歴を精度良く明らか

にし、津波の規模を解明する。宮城県については、津

波浸水履歴図を公表する。 

 

【平成24年度計画】 

・国の東海地震予知事業の一環として引き続き前兆的地

下水位変化検出システムを運用する。東南海・南海地

震予測のための地下水等観測施設を新たに2カ所整備

する。関西センターにデータセンターを整備し、デー

タ収集システムの強化を行う。産総研のデータと防災

科研のデータとの統合的解析を継続し、南海～駿河ト

ラフで発生する深部低周波微動（微動）や短期的スロ

ースリップ（短期的 SSE）の検出精度を向上させる。

短期的 SSE の自動検出の手法を検討する。短期的

SSE の解析結果を、微動震源図とともに地震に関す

る地下水観測データベースで継続して公開する。松阪

飯高観測点周辺での40点の高感度地震計の観測を継続

し、微動源のメカニズム解、すべり量、震源移動の詳
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細等の解明を行う。1946年南海地震前の地殻の上下変

動曲線の精度向上のため紀伊半島及び四国での聞き取

り調査を行う。 

【平成24年度実績】 

・前兆的地下水位変化検出システムを東海地方で継続運

用した。東南海・南海地震予測のための地下水等観測

施設を2点追加し計16点とした。関西センターにバッ

クアップシステムを整備した。産総研・防災科研・気

象庁データの統合解析を開始し、短期的 SSE の検出

精度を向上させた。歪計データによる短期的 SSE の

自動検出プロトタイプを作成した。短期的 SSE と深

部低周波微動震源図を公開。微動震源の分単位での移

動を地震計アレイで確認した。四国・紀伊半島で1946

年南海地震前の証言から当時の上下変動を定量化した。 

 

【平成24年度計画】 

・台湾成功大学との共同研究「台湾における水文学的・

地球化学的手法による地震予知研究」を引き続き推進

し、産総研にて第11回ワークショップを開催する。台

湾南部の地下水位観測データの解析結果を公表する。 

【平成24年度実績】 

・9月25日にワークショップを開催した。台湾から3名、

国内から7名の研究者を招聘し、センターの発表者の2

名も加えて12件の発表があり、参加者は約30名であっ

た。台湾南部の地下水位観測データの解析結果につい

ては、公表には到らなかったものの、地震動の加速

度・速度の周波数毎の振幅と水位変化について詳細な

比較・検討を行なった。その結果、地震動速度の低周

波側の振幅と地震時の地下水位変化振幅との相関がよ

い事が分かった。 

 

【平成24年度計画】 

・おもに地形、地質学的手法を用いて、過去の津波や隆

起、沈降の痕跡から過去の巨大海溝型地震の履歴及び

規模を明らかにするための調査研究を進める。日本海

溝沿いでは下北半島、仙台湾、房総半島などで津波堆

積物や地殻変動の調査を行う。南海トラフ沿いでは静

岡県沿岸域や潮岬周辺などで津波堆積物調査を行う。

また震源断層モデルの検討および改良を行うため、沿

岸の詳細地形データを取得する。日本海沿岸や海外な

どにおいても過去の地震、津波の履歴解明のための地

形、地質学的調査を実施する。 

【平成24年度実績】 

・津波堆積物と過去の地殻変動の検出および履歴解明を

目的とし、日本海溝沿いでは、当初計画の下北半島、

房総半島に加え仙台平野、北茨城にてボーリング調査

を実施し、仙台湾では海底表層の地層のコアを採取し

た。南海トラフ沿いでは計画通り、静岡県沿岸（浮島

ヶ原、太田川低地、浜松平野）と潮岬周辺においてボ

ーリング調査を実施した。また震源断層モデルの検

討・改良に資する詳細地形データ取得のため、房総半

島南部沿岸で航空レーザー計測、和歌山県串本町では

津波石の地上レーザー計測を実施した。 

 

3-(2) 火山噴火推移予測の高精度化 

【第3期中期計画】 

 活動的火山の噴火活動履歴調査を実施し、噴火活動の

年代、噴出量、マグマ組成や噴火様式等の変遷を明らか

にするとともに、噴火の規則性や噴火様式の時間的変化

を支配するマグマの発達過程のモデルを提示する。また、

火山噴出物、噴煙、熱・電磁気学的変動、地殻変動等の

観測研究により火山活動推移を把握するとともに、室内

実験や数値実験との総合解析により、噴火準備、脱ガス

及び噴火発生過程のモデルを提示する。さらに、これら

の研究成果をもとに、データベースの整備及び火山地質

図３図の作成を行うとともに、噴火活動の推移予測の基

礎となる噴火シナリオを作成する。 

  

3-(2)-① 火山噴火推移予測の高精度化 

【第3期中期計画】 

・活動的火山の噴火活動履歴調査を実施し、噴火活動の

年代、噴出量、マグマ組成や噴火様式等の変遷を明ら

かにするとともに、噴火の規則性や噴火様式の時間的

変化を支配するマグマの発達過程のモデルを提示する。

また、火山噴出物、噴煙、熱・電磁気学的変動、地殻

変動等の観測研究により火山活動推移を把握するとと

もに、室内実験や数値実験との総合解析により、噴火

準備、脱ガス及び噴火発生過程のモデルを提示する。

さらに、これらの研究成果をもとに、データベースの

整備及び火山地質図３図の作成を行うとともに、噴火

活動の推移予測の基礎となる噴火シナリオを作成する。 

 

【平成24年度計画】 

・九重及び蔵王火山などについて噴火履歴調査を実施す

る。火山活動時空分布把握のため、同位体希釈法によ

る K-Ar 年代測定を実施するほか、感度法による若い

火山岩の K-Ar 年代測定を開始する。火山データベー

スについてはデータ追加作業を進めるほか、データベ

ース全体の統合作業を行う。「日本の火山（第3版）」

を完成し、提出・印刷する。三宅島火山における過去

約1万年間の活動推移を明らかにするため、噴出物の

分布及び編年を進めるとともに、山麓部における爆発

的噴火活動の評価のための噴出物の地質調査を行う。 

【平成24年度実績】 

・九重、蔵王及び八丈島火山の火山地質図のための噴火

履歴調査を実施した。桜島火山については火山地質図

原稿を提出した。日本列島の火山活動時空分布把握の

ため、同位体希釈法により九州中部や北海道地域の

K-Ar 年代測定を実施し、あわせて感度法による若い

火山岩の年代測定を開始した。火山データベースへの
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データ追加作業と統合作業を進めた。「日本の火山

（第3版）」の原稿を完成させ、提出した。三宅島火山

では、過去約1万年間の噴出物分布及び編年を進め、

山麓部での爆発的噴火活動の履歴を解明した。 

 

【平成24年度計画】 

・霧島火山等において岩石学的解析およびメルト包有物

の化学分析に基づき、マグマの揮発性成分の特徴およ

びマグマ混合に伴う噴火誘発過程をモデル化する。噴

出量の急激な変動を伴う噴火および爆発的噴火な高頻

度発生事例の調査を行い制約条件を明らかにする。

GPS 観測及び InSAR 解析に基づき口永良部島等の地

殻変動の時空間変動の詳細を明らかにする。浅間山や

伊豆大島等において火山噴煙観測および電磁気観測を

実施し、熱水・火山ガス供給過程およびその変動要因

を明らかにする。 

【平成24年度実績】 

・霧島火山新燃岳の岩石学的解析を行い、マグマ混合が

ブルカノ式噴火の直前にも生じている事を明らかにし

た。富士山において広域応力場の変化が噴火噴出量や

噴火頻度に制約を与えていることを明らかとした。

PS-InSAR 解析により口永良部島の地殻変動の詳細な

空間パターンを明らかにし膨張源を推定した。伊豆大

島、口永良部島で自然電位観測を行い、平穏時の経年

変化を明らかにした。浅間山で火山噴煙観測を行い火

山ガス組成の長期変動を評価し火山ガス供給過程モデ

ルを作成した。 

 

４．地質情報の提供、普及 

【第3期中期計画】 

 社会のニーズに的確に応じるために、知的基盤として

整備された地質情報を活用しやすい方式、媒体で提供、

普及させる。また、地震、火山噴火等の自然災害発生時

やその予兆発生時には、緊急調査を実施するとともに、

必要な地質情報を速やかに発信する。 

  

4-(1) 地質情報の提供、普及 

【第3期中期計画】 

 地質の調査に係る研究成果を社会に普及させるため、

地質の調査に関する地質図類等の成果の出版及び頒布を

継続するとともに、電子媒体及びウェブによる頒布普及

体制を整備する。地質標本館の展示の充実及び標本利用

の促進に努め、地質情報普及活動、産学官連携、地質相

談等により情報発信を行う。また、インターネット、デ

ータベース等の情報技術の新たな動向を注視し、情報共

有、流通の高度な展開に対応する。 

  

4-(1)-① 地質情報の提供 

【第3期中期計画】 

・社会のニーズに的確に応じた地質情報提供のための地

質情報共有、流通システムを構築する。地質の調査に

関する地質図類等の成果の出版及びベクトル数値化等

による地質情報の高度利用環境の整備を進める。20以

上の地質図類等の出版を行うとともに、6つ以上の既

存地質図幅のベクトル化を実施する。 

地質図等の研究成果を印刷物、電子媒体及びウェブに

よって頒布する。国内外の地球科学文献を収集、整備

し、閲覧室や公開文献検索システムを通じて社会に提

供する。100カ国1,000機関との文献交換と、毎年

10,000件以上の文献情報入力を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度出版計画に基づき研究ユニットから提出さ

れる地質図類、研究報告書等の原稿検査と JIS 基準

を適用し、紙印刷のための仕様書作成と発注を行う。

またオンラインジャーナルによっても研究成果の出版

を行う。 

【平成24年度実績】 

・5万分の1地質図幅「榛名山」・「阿仁合 第2版」・「足

助」、海洋地質図「日高舟状海盆海底地質図」、数値地

質図「表層土壌評価基本図」、300万分の1「中央アジ

ア鉱物資源図」、地質調査総合センター速報 no.58な
どの地球科学図及び研究報告について、JIS 基準に従

い印刷・発行した。また地質調査研究報告 Vol.63を
オンラインジャーナルとして出版した。 

 

【平成24年度計画】 

・新規出版物の増加と頒布・普及による払い出しが平衡

するよう在庫管理を行う。このために必要な在庫管理

システムを構築する。また在庫が切れた地質図類につ

いてはオンデマンド印刷によって今後も十分な供給を

維持する。 

【平成24年度実績】 

・出版物保管庫の移転に伴い在庫棚卸しを実行した。出

版物在庫数を管理することにより新規出版物及び既刊

出版物の頒布・普及払出しの適切な供給を行った。ま

た、業務効率化のため、出版物在庫管理システムを構

築した。また在庫切れ地質図類についてはオンデマン

ド印刷によって供給した。 

 

【平成24年度計画】 

・平成24年度に出版される地質図類と既刊の地質図類の

ラスターデータ作成を継続する。また既存のラスター

データについてもラスター化が古く低品質のデータに

ついては高品質のデータに置き換える。 

【平成24年度実績】 

・新規出版地質図類と既存ラスターデータの再作成につ

いて114枚（研究用途の地形図類のラスターデータ化

も含む）のデータ作成を行った。 

 



資 料 

(1188) 

 
 

 
 

【平成24年度計画】 

・既存地質図幅のベクトル化を実施する。 

【平成24年度実績】 

・5万分の1地質図10面、海洋地質図8面の数値化を実施

し、社会における地質情報二次利用促進に向け、ベク

トルデータの公開準備を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・地質図情報を閲覧する統合ポータルの運用を開始する

と共に機能拡張や利便性向上のために、ユーザからの

意見等を集約する。 

【平成24年度実績】 

・地質図情報を閲覧する統合ポータルの一機能として地

質図 Navi（http://gsj-seamless.jp/geonavi/）の試験

運用を開始した。機能拡張や利便性向上のために、イ

ンターフェース画面内にユーザからの意見等を集約す

る仕組みを組み込んで意見を収集した。 

 

【平成24年度計画】 

・統合版 GEOLIS のクラウドへの完全移行を行うとと

もに、利用者の利便向上のための改修等も行う。貴重

資料データベースを統合版 GEOLIS へ統合する。 

【平成24年度実績】 

・地質・図書の整理・管理として以下を実施した。1)統

合版 GEOLIS のクラウド移行作業を進めた。2)統合

版 GEOLIS の外部検索エンジン対応、他データベー

ス連携機能を仕様設計した。3)統合版 GEOLIS の4～

3月の新規データ登録数は16,004件、データ登録数の

合計は422,778件、貴重資料データベースは新規デー

タ登録147件、データ登録の合計は534件となった。

4)GEOLIS 機能と同等の地質標本データベースの再

構築を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・新規発行の地質図類について、標準フォーマット

JMP2.0仕様のメタデータを作成し、政府クリアリン

グハウスに登録及び公開する。また国際標準に基づい

たメタデータを作成し、それを登録及び検索するシス

テムのプロトタイプ版を構築し、所内向けに公開する。 

【平成24年度実績】 

・新規発行の地質図類に関し、JMP2.0仕様のメタデー

タを作成し、政府クリアリングハウス上に4～3月でデ

ータを11件登録し、計1,606件の公開となった。また、

メタデータを作成、登録及び検索するシステムのプロ

トタイプを構築し、所内向けに公開の準備を開始した。

さらに「5万分の1地質図幅調査に係わる調査時基礎デ

ータのアーカイブ作成」の業務を開始し、ガイドライ

ンの作成、アーカイブシステムのプロトタイプを作成

した。併せて他システムでも利用できる緯度経度入力

システムを作成し、共用できるよう準備を開始した。 

【平成24年度計画】 

・100ヶ国以上、1,000を超える機関との文献交換を行い、

地球科学文献の収集、整備、保存及び提供を継続し、

所蔵地質情報の充実に努める。また近年のオンライン

資料の増加に対応するため、新たな収集・受入れ方法

等を確立する。 

【平成24年度実績】 

・地質文献の収納・登録・管理の為、以下を実施した。

1)159ヶ国、1,248機関との文献交換を行い4～3月で、

資料類5906冊、地図類662枚を収集・整備・保存及び

提供した。2)オンライン資料の新たな収集・受入れ方

法等の検討を行い、最初の一歩として外国出版社のオ

ンライジャーナルを対象とした GEOLIS 入力システ

ムと連携したシステムを構築を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・コンテンツ管理システムを利用した新しい地質調査総

合センターのウェブサイトを運用し、コンテンツ管理

方法（編集や承認手続きなど）を地質調査総合センタ

ー全体に浸透させ、効率的な情報提供の基盤を構築す

る。 

【平成24年度実績】 

・地質調査総合センターのウェブサイトを運用し、効率

的な情報の提供を行った。新コンテンツ管理システム

に移行することにより発生したコンテンツ・配信ファ

イルの欠落等の補完作業を実施した。コンテンツ管理

方法（編集や承認手続きなど）については、新コンテ

ンツ管理システムに対応した実状に見合った効率的な

方法の検討を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・地質情報の共有および流通を促進するため、配信する

地質情報を追加する。また、地図系データバンクの基

盤となるよう地質関連 DB を国際標準化し、統合ポー

タルを発展させる。さらに、地震防災、震災からの復

興に資する研究成果の発信のため、GEO Grid のプラ

ットフォームにベースマップと成果の登録を行う。 

【平成24年度実績】 

・地質情報の共有および流通を促進するため、配信する

地質情報としてこれまでデジタル配信に対応していな

かった海洋地質図、鉱物資源図等のシリーズを新たに

追加した。また、地図系データバンクの基盤となるよ

うに地質関連データベースを国際標準に則った WMS
形式で配信できる環境を構築した。さらに、地震防災、

震災からの復興に資する研究成果の発信のため、

GEO Grid のプラットフォームにベースマップとして

衛星・航空写真を準備・登録し、また、今後の各種研

究成果の登録用システムを用意した。 
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4-(1)-② 地質情報の普及 

【第3期中期計画】 

・地質情報普及のため、地質標本館の展示の充実及び利

用促進に努め、地質情報展、地質の日、ジオパーク等

の活動を行う。また、産学官連携、地質相談業務、地

質の調査に関する人材育成を実施し、展示会、野外見

学会、講演会等を主催する。さらに、関係省庁、マス

コミ等からの要請に応え正確な情報を普及させる。具

体的には、地質標本館では、年3回以上の特別展や、

化石レプリカ作りのイベント等を実施し、年30,000人

以上の入場者に対応する。また、つくば科学フェステ

ィバル出展対応を毎年実施する。ジオネットワークつ

くばにおいて、10回以上のサイエンスカフェと6回以

上の野外観察会を実施する。地質情報展を毎年開催し、

1,000名以上の入場者に対応する。地質の日について

は、イベントを毎年実施する。ジオパーク活動につい

ては、日本ジオパーク委員会（JGC）を年2回以上開

催し、世界ジオパークを2地域以上、日本ジオパーク

を5地域以上認定するための支援活動を行い、地域振

興に貢献する。 

 

【平成24年度計画】 

・地質標本館において、3回以上の特別展や2回以上の講

演会を開催するとともに化石レプリカ作り等工夫を凝

らしたイベントも開催し、その展示ポスターを縮小し

て、印刷頒布する。地球科学の理解促進を図るための

基礎的リーフレットを5種類以上作成し、見学対応時

等に利用する。展示内容については、展示物解説の補

強や、見学案内者の多様化を図り、地震・震災復興関

連の展示物の更新、展示標本の入れ替えなどにより、

見学の質的向上を図る。また、地質情報の利用促進の

ため、地質相談所を窓口として、外部機関や市民から

の問い合わせに積極的に応える。また、団体見学者の

要望に応じて地域地質の解説を行う。 

【平成24年度実績】 

・日本・オマーン国交樹立記念40周年特別企画等の特別

展3回、講演会2回の他、体験学習等の館内イベントを

4回開催した。特別展展示ポスターの縮小印刷版を頒

布し、館内展示の解説リーフレット5種類を作製した。

学校や一般の団体、国内外の政府・研究機関・企業か

らの訪問者に対してわかりやすい対話型の説明案内に

注力し、実験や展示物を利用して各地の地質とその成

り立ちを解説した。地質相談所を窓口として、外部か

らの問い合わせに積極的に応えた（778件）。館内展示

の見直しを進め、地震・震災復興関連の展示改修を企

画した。 

 

【平成24年度計画】 

・地質調査総合センターの研究成果を発信するため、大

阪市において地質情報展を実施し、成果普及活動を展

開する。また、日本地球惑星科学連合2012年大会など

にブース出展し、併せて研究成果品の紹介、普及を進

める。 

【平成24年度実績】 

・地質調査総合センターの研究成果を発信するため、大

阪市において地質情報展を実施し、3日間で入場者数

は過去最高の4,681名であった。また、日本地球惑星

科学連合2012年大会、第5回ジオパーク国際ユネスコ

会議、平成24年度埼玉県地震対策セミナーなどにブー

ス出展するとともに、地質調査総合センターによる第

34回万国地質会議への出展に協力し、研究成果品の紹

介、普及に努めた。 

 

【平成24年度計画】 

・地域センターの一般公開や科学館、科学系博物館等に

協力し、移動地質標本館を出展する。一般市民を対象

として野外地質見学会を実施する。学校教育関係者と

連携し、若年層の自然観育成、科学理解度増進に引き

続き注力する。 

【平成24年度実績】 

・移動地質標本館として、地質情報展（大阪市）、産総

研地域センター一般公開（5ヶ所）、防府市青少年科学

館に出展参加し、地質分野の成果普及に努めた。地質

の日（5月10日）関連事業として地質標本館での「作

って学べる工作コーナー」の開催、つくばフェスティ

バルへのブース出展を行い、地質の日の普及促進に貢

献した。一般市民を対象とする地質見学会については、

栃木県葛生で野外地質観察会を行った。茨城県の高等

学校文化連盟の「自然科学部研究発表会」に審査員を

派遣して協力した。 

 

【平成24年度計画】 

・筑波研究学園都市を中心とした研究機関、教育機関、

自治体等を結ぶ地域連携として、ジオネットワークつ

くばで構築したネットワークを維持し、各機関のサイ

エンスカフェや野外観察会等のイベント情報を市民に

提供する。また、ジオネットワークつくばで人材育成

するジオマイスターについて、その活用をはかる。 

【平成24年度実績】 

・昨年度養成したジオマイスター中級認定者が参加して、

地質標本館において目や耳の不自由な人への展示解説

の実習、標本館内の解説チラシの作成実習等をフォロ

ーアップ研修（9回）として行うことで、人材の育成

と活用をはかった。ジオネットワーク参画機関である

筑波大学やつくば市のイベントに協力した。参画機関

と協力してサイエンスカフェを1回、イベント（ジオ

ネットの日）を1回行った。 

 

【平成24年度計画】 

・地質の日については、事務局として活動を支援すると
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ともに、展示等によって啓発普及に貢献する。ジオパ

ーク活動については、日本ジオパーク委員会事務局と

して、世界ジオパークネットワーク加盟申請候補地域

及び日本ジオパークの候補地域と再審査地域に対し、

ヒアリング、現地審査、最終認定等の一連の委員会活

動を支援するとともに、ジオパークの普及に貢献する。 

【平成24年度実績】 

・地質の日について、事務局としてホームページを運営

して全国で行われる関連の活動紹介をするなどの支援

をした。日本ジオパーク委員会事務局として、新たな

5地域の日本ジオパーク認定審査、2008年に認定を受

けた5地域の再認定審査を支援し、世界ジオパークの

再認定審査に審査員を派遣した。香港ジオパークの展

示館企画やスタッフの教育プログラムに協力した。ジ

オパークを目指す地域等で18件（3月末までの見込

み）の普及講演を行い、関連の技術相談に対応した。

GSJ シンポジウム事務局として、火山関連のシンポ

ジウムを1回実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・産総研地質分野の広報誌として、GSJ 地質ニュース

の編集を行い、月刊で発行する。 

【平成24年度実績】 

・広報誌「GSJ 地質ニュース」の編集を行い、毎月中

旬に WEB 公開し、あわせて印刷物の発行を行った。 

 

4-(2) 緊急地質調査、研究の実施 

【第3期中期計画】 

 地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求め

られることから、災害発生時やその予兆発生時には、社

会的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施する。

具体的には、想定東海地震の観測情報等発令時、国内の

震度6強以上を記録した地震、又は M6.8以上の内陸地

震及び人的被害の想定される火山噴火のすべてに対応す

る。すべての緊急調査について、ホームページ上で情報

公開する。 

 

4-(2)-① 緊急地質調査、研究の実施 

【第3期中期計画】 

・地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求め

られることから、災害発生時やその予兆発生時には、

社会的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施す

る。具体的には、想定東海地震の観測情報等発令時、

国内の震度6強以上を記録した地震、又は M6.8以上

の内陸地震及び人的被害の想定される火山噴火のすべ

てに対応する。すべての緊急調査について、ホームペ

ージ上で情報公開する。 

 

【平成24年度計画】 

・地震や火山噴火等の地質災害に際して、社会的要請に

応じて緊急調査のための実施体制を組織し、既存の調

査および研究情報を収集し、必要な地質調査及び研究

を速やかに実施する。そして調査報告や関連情報をホ

ームページ等で正確に一般向けに情報発信する。また、

メディア等からの取材要請に対して、研究活動の支障

の無い範囲で協力する。 

【平成24年度実績】 

・東日本大震災に対応した複合地質リスク評価の研究を

実施する為に、地質分野全体にまたがる対応体制を構

築し、津波、活断層、液状化、土壌汚染等の調査研究

を行った。GSJ 地質ニュースや HP の活用とともに、

地震予知連絡会等を通じて調査結果を迅速に公表した。

また、霧島新燃岳や桜島の噴火に対応した研究チーム

を組織し、火山灰の連続観測や分析作業を継続した。

研究成果は HP や火山噴火予知連を通じて迅速に公表

した。地震・火山噴火対応に対するマスコミ取材に協

力し、報道件数は300件を超えた。 

 

【平成24年度計画】 

・地質調査総合センターにおいて自然災害等の緊急調査

が実施された場合は、地質標本館や地質図ライブラリ

においてもその緊急研究の成果等を速報する。 

【平成24年度実績】 

・今年度は自然災害における緊急調査等は行われなかっ

たが、平成23年度から引き続き東北地方太平洋沖地震

の調査報告の展示を行った。あわせて平成23年3月以

降の東日本の月ごとの地震分布やその頻度について集

計して公表した。また、有事に備えて日頃から関係部

署との情報共有を図った。その一環として、GSJ ホ

ームページに地質災害（平成24年7月九州北部豪雨に

よる阿蘇カルデラ北東部の斜面崩壊）に関する地質学

的背景の解説を掲載した。 

 

５．国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

 産総研がこれまでに蓄積した知見及び経験を活かし、

アジア太平洋地域及びアフリカを中心とした地質に関す

る各種の国際組織及び国際研究計画における研究協力を

積極的に推進する。地質災害の軽減、資源探査、環境保

全等に関する国際的な動向及び社会的、政策的な要請を

踏まえ、プロジェクトの立案、主導を行う。 

  

5-(1) 国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

 産総研がこれまでに蓄積してきた知見及び経験を活か

し、アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に関

する各種の国際研究協力を積極的に推進する。地質情報

の整備、地質災害の軽減、資源探査や環境保全等に関す

る研究プロジェクトを国際組織及び国際研究計画を通し

て推進する。東・東南アジア地球科学計画調整委員会
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（CCOP）の総会・管理理事会に毎年参加するとともに、

CCOP プロジェクトを実施する。統合国際深海掘削計

画（IODP）や OneGeology（全地球地質図ポータル）、

世界地質図委員会（CGMW）等の国際プロジェクトに

おいて、アジアの地質図編集やデータ整備等について貢

献する。 

 産総研が事務局を担当する日本ジオパーク委員会でジ

オパーク審査標準を構築し、アジア地域を中心にジオパ

ーク活動を普及させる。アジア太平洋ジオパークネット

ワーク（APGGN）・世界ジオパークネットワーク

（GGN）の活動に貢献する。 

  

5-(1)-① 国際研究協力の強化、推進 

【第3期中期計画】 

・産総研がこれまでに蓄積してきた知見及び経験を活か

し、アジア、アフリカ、南米地域を中心とした地質に

関する各種の国際研究協力を積極的に推進する。地質

情報の整備、地質災害の軽減、資源探査や環境保全等

に関する研究プロジェクトを国際組織及び国際研究計

画を通して推進する。東・東南アジア地球科学計画調

整委員会（CCOP）の総会・管理理事会に毎年参加す

るとともに、CCOP プロジェクトを実施する。統合

国際深海掘削計画（IODP）や OneGeology（全地球

地質図ポータル）、世界地質図委員会（CGMW）等の

国際プロジェクトにおいて、アジアの地質図編集やデ

ータ整備等について貢献する。 

産総研が事務局を担当する日本ジオパーク委員会でジ

オパーク審査標準を構築し、アジア地域を中心にジオ

パーク活動を普及させる。アジア太平洋ジオパークネ

ットワーク（APGGN）・世界ジオパークネットワー

ク（GGN）の活動に貢献する。 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に予定していたアジアのデルタにおける沿

岸環境保全と沿岸地質情報の整備のためのデルタセミ

ナーを、CCOP プロジェクトにより、マレーシアに

おいて実施する。またべトナム、中国などから研究者

を招聘し、共同研究の推進と人材育成に貢献する。 

【平成24年度実績】 

・CCOP プロジェクトの DelSEA-II の年会をマレーシ

アの JMG、UMT と共同で2013年3月にクアラ・テレ

ンガヌの UMT で開催した。また同時にマレーシアの

ケランタンデルタの層序と環境変遷に関する共同研究

を推進した。ベトナムと中国から研究者を招聘し、長

江、黄河、メコン河デルタの地質や環境変化に関する

共同研究を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・IODP の推進のために、乗船研究、国際パネル委員、

日本地球掘削科学コンソーシアムにおける活動等を通

じて貢献する。 

【平成24年度実績】 

・4名が乗船研究を行い、国際パネル委員を3名がつとめ

た。また日本地球掘削科学コンソーシアム IODP 部

会において、執行部員及び専門部会委員として活動し

た。これらにより IODP の推進に貢献した。 

 

【平成24年度計画】 

・「東・東南アジア地球科学計画調整委員会」（CCOP）
の第48回総会及び第59、60回管理理事会に参加すると

と も に 、 CCOP プ ロ ジ ェ ク ト を 実 施 す る 。

OneGeology（全地球地質図ポータル）、世界地質図

委員会（CGMW）等の国際プロジェクトにおいて、

アジアの地質図編集やデータ整備等について貢献する。

また、韓国地質資源研究所やオーストリア地質調査所

等の公的地質調査機関と地質調査総合センターの間で

MOU を再締結する。 

【平成24年度実績】 

・東・東南アジア地球科学計画調整委員会（CCOP）の

第48回総会と第59、60回管理理事会に出席した。デル

タの地質、地下水資源に関する CCOP プロジェクト

では、それぞれマレーシアとベトナムで会合を行った。

OneGeology ではモンゴル、パプアニューギニア、ベ

トナムの地質図公開に協力した。ASEAN 加盟国の鉱

物資源データベースの開発や利用に関するセミナーを

2度行った。地質災害の低減とリスク評価のための国

際コンソーシアムを設立した。韓国地質資源研究院、

オーストリア地質調査所、ブラジル鉱産局、タイ鉱物

資源局と MOU を締結した。 
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《別表３》計量の標準（計量標準の設定・供給による

産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

【第3期中期計画】 

 我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業

の競争力の維持、強化、グリーン・イノベーション及び

ライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の

標準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、維持、

供給及びこれらに関連する業務、並びに計量に関する教

習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量機関

を設立する条約の下、計量標準と法定計量に関する国際

活動において我が国を代表する職務を果たす。 

 具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工

業標準調査会合同会議知的基盤整備特別委員会の方針、

見直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を年度

毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開発、維持、供

給を行う。計量標準、法定計量に関して国際基準に適合

した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と発行す

る校正証明書及び法定計量の試験結果の国際相互承認を

進めるとともに、我が国の供給体系の合理化を進める。

特に、新規の整備及び高度化対象となる計量標準に関し

ては、先端技術の研究開発や試験評価方法の規格化と連

携して一体的に開発を進める等、迅速に整備し、供給を

開始する。また、我が国の法定計量の施策と、計量標準

の戦略的活用に関して、経済産業省の政策の企画、立案

に対して技術的支援を行う。 

  

１．新たな国家計量標準の整備 

【第3期中期計画】 

 新たに必要となる国家計量標準を迅速に開発、整備し、

供給を開始する。具体的にはグリーン・イノベーション

の実現に必要な省エネルギー技術や新燃料等の開発、評

価を支える計量標準の開発を行う。また、ライフ・イノ

ベーションの実現に必要となる医療診断、食品安全性、

環境評価等を支える計量標準の開発を行う。さらにナノ

デバイスやロボット利用技術等、我が国の技術革新や先

端産業の国際競争力を支える計量標準の開発を行う。新

たな開発を行う標準の選定にあたっては、整備計画の改

訂に従い、技術ニーズや社会ニーズを迅速に反映させる。

また、国際規格や法規制に対応した計量標準を整備し、

我が国の円滑な国際通商を支援する。 

  

1-(1) グリーン・イノベーションの実現を支える計量

標準の整備 

【第3期中期計画】 

 グリーン・イノベーションの推進に必要な計量標準の

早急な開発、整備を行い、供給を開始する。具体的には、

水素エネルギー、燃料電池等の貯蔵技術、利用技術の推

進、省エネルギー・エネルギー効率化技術の開発を支援

する計量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。ま

た、バイオマス系資源の品質管理や安定性評価に必要な

標準物質、資源再利用システムの信頼性評価に必要な標

準物質をニーズに即応した開発、整備を行い、供給を開

始する。 

  

1-(1)-① 新エネルギー源の利用に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・水素エネルギー、燃料電池及び電力貯蔵キャパシタの

利用に必要な気体流量標準、気体圧力標準、電気標準、

燃料分析用標準液等について、新たに4種類の標準を

開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・校正範囲の拡大に向けて、20MPa を超える気体圧力

標準の開発を進める。また、圧力計の校正・特性評価

を行う際に各圧力点において媒体温度が安定するまで

の待ち時間を検討する。 

【平成24年度実績】 

・20MPa を超える気体圧力標準の圧力範囲拡大のため、

高圧用の昇圧器や圧力制御装置等の校正システムを開

発し、気体・液体両方の圧力媒体で利用できる液体潤

滑型ピストン・シリンダの有効断面積を評価した。気

体媒体で圧力計の校正を行う際に、設定圧力を変化さ

せると、媒体の温度も変化するため、100MPa までの

圧力を10%刻みで変化させたときに、5分程度の待ち

時間で数 ppm 以内の十分な圧力安定性が得られるこ

となどを確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・標準供給開始へ向けて水素ガス、都市ガスによる実用

標準器の値付けを実施する。JCSS 認定事業者と調整

を進め、震災の影響で平成23年度に実行できなかった

仲介器による比較を実施する。 

【平成24年度実績】 

・震災による故障で稼働停止中であった特定標準器が第

3四半期に復旧し、震災前と同等の標準供給が可能と

なった。水素ガスの標準供給開始へ向けて、実用標準

器の値付けを実施した。また、都市ガスの主成分であ

るメタンガスについて特定標準器による実用標準器の

評価を開始した。特定標準器の復旧が遅れたため、仲

介器による比較は次年度第1四半期に延期になった。 

  

【平成24年度計画】 

・蓄電池、キャパシタ標準の開発を進める。平成24年度

は、インピーダンス特性評価を進めるとともに、充放

電試験が可能な装置の設計、試作を行ない、蓄電デバ

イスの充放電特性評価に着手する。 

【平成24年度実績】 

・蓄電池、キャパシタ標準の開発において、リチウムイ

オン電池と電気二重層キャパシタを用意し、これらに
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ついてインピーダンスの周波数特性を測定、評価した。

これをもとに、測定の不確かさ評価を実施した。また、

これらのデバイスの充放電評価が可能な装置の開発を

進めるとともに、充放電特性評価に着手した。 

 

【平成24年度計画】 

・新規標準物質の開発準備を引き続き行う。既存の硫黄

標準液について、安定性試験を行う。 

【平成24年度実績】 

・既存の硫黄標準液について、安定性試験等を行った。

結果に基づき来年度中に期限を迎える NMIJ RM 

4216-a の有効期限延長を行った。また、新規高純度

硫黄標準液（NMIJ CRM 4221-a）の開発・認証を行

った。 

 

1-(1)-② 省エネルギー技術の開発と利用に資する計量

標準 

【第3期中期計画】 

・運輸システム、オフィス、住宅、ビル、工場等におけ

る省エネルギー技術開発に必要な高周波電気標準、光

放射標準、熱流密度標準等について、新たに7種類の

標準を開発、整備し、供給を開始する。 

  

【平成24年度計画】 

・遠隔校正の利用範囲の拡大に向けて、GPS 以外の測

位衛星システム（GNSS）も同時に利用したマルチ

GNSS 受信装置の設計を完了させる。特に、国産の

準天頂測位衛星の時間周波数分野への応用は国内のユ

ーザにとって利便性が高いため、JAXA との連携をさ

らに強化し、検討内容をマルチ GNSS 装置の設計に

盛り込む。 

【平成24年度実績】 

・マルチ GNSS 受信装置の設計に必要な各種測位衛星

のシステムパラメータの抽出を行った。この結果を基

に、現在 NMIJ が提供中の GPS を用いた遠隔校正サ

ービス用の既存受信装置との整合条件等を明らかにし

基本設計を完了した。一方、国産の GNSS である準

天頂測位衛星は JAXA が主導し「高精度軌道時刻推

定アルゴリズム研究会」において受信装置等の設計・

制作が毎月検討されていることから、この研究会に参

画し、NMIJ の基本設計を反映させ、既存遠隔校正サ

ービスとの整合性を確保することができた。 

 

【平成24年度計画】 

・震災の影響で平成23年度に実施できなかった150℃ま

での温度範囲拡張を実施する。新規候補物質について

の PVT 性質・音速の測定を継続するとともに、高温

域における測定に対応した臨界定数等の新たな物性評

価システムを構築する。 

 

【平成24年度実績】 

・温度範囲の高温拡張に必要となる高温槽導入に向けた

温度制御方式の検討までを進め、150℃までの高温実

施の見通しを整えた。新規候補物質に関する PVT 性

質・音速の100℃までの測定結果を状態方程式として

まとめ、国際会議において発表した。 

 

【平成24年度計画】 

・震災の影響により延期した75GHz～110GHz 用 W バ

ンドホーンアンテナ利得標準の開発を進める。

18GHz～26.5GHz、26.5GHz～40GHz の2バンドの

任意周波数ホーンアンテナ利得及びパターン標準の開

発を継続して進める。50GHz～110GHz の散乱断面積

（RCS）標準の供給に向けた調査検討を継続する。 

【平成24年度実績】 

・震災の影響により延期した75GHz～110GHz 用 W バ

ンドホーンアンテナ利得標準を確立した。18GHz～
26.5GHz、26.5GHz～40GHz の2バンドの任意周波

数ホーンアンテナ利得及びパターン標準の開発を進め

た。50GHz～110GHz の散乱断面積（RCS）標準の

供給に向けた調査検討を進め、共同研究を開始し、標

準ターゲット評価技術の確立を目指すこととした。 

 

【平成24年度計画】 

・可視域での高強度 LED 全光束標準の校正技術、不確

かさ評価技術の開発を完了させる。分光全放射束標準

確立に向け、球形光束計の整備を進め、温度条件の最

適化、分光測定条件等の最適化を進める。 

【平成24年度実績】 

・可視域での高強度 LED 全光束標準に関しては、光源

及び測定光学系の評価を行い、校正技術、不確かさ評

価技術を確立し、供給開始に向けた技術面での準備を

完了させた。分光全放射束標準に関しては、標準電球

の枯化条件の最適化、配光測定装置を用いた当該電球

への分光全放射束暫定値の値付け、当該電球を元にワ

ーキングや被校正電球の比較校正を行う際に必要とな

る分光式球形光束計の校正用プログラムの開発と校正

手順の検討を行い、校正における問題点の抽出や不確

かさ評価を行った。 

 

1-(1)-③ バイオマス資源の利用技術に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・バイオガソリン、バイオディーゼル等、バイオマス資

源の品質管理、成分分析、安定性評価等利用技術に必

要となる標準物質について、新たに５種類開発、整備

し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・灯油を用いた体積流量0.01m3/h～0.1m3/h の標準を開

発する。また、流量範囲の下限を引き下げるため、校
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正設備の流量及び温度の安定性を向上させ、0.001 

m3/h～0.01m3/h の標準を開発する。 

【平成24年度実績】 

・灯油を用いた0.01m3/h～0.1m3/h の範囲の流量標準を

開発し、拡張不確かさ0.020%（質量流量）、0.064%
（体積流量）での標準供給を開始した。さらに、流量

範囲の下限を引き下げ、これまでに開発された石油小

流量標準と併せて、0.001m3/h～0.01m3/h における灯

油および軽油を用いた標準供給を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオエタノールサンプルを入手し、密度・組成測定

を行う。バイオディーゼル（FAME）の測定を目指し、

脱酸素雰囲気制御など装置改良を進める。粘度に関し

ては、酸化や吸湿による試料の物性変化を避けるため

の脱酸素低露点雰囲気中計測システムの設計を進める。 

【平成24年度実績】 

・密度測定システムを改良しグローブボックス内で調整

した試料をボックス外の振動式密度計へ外気を通さず

に直接充填するシステムを構築し市販バイオエタノー

ル試料の密閉環境下密度測定を実施した。新燃料自動

車技術研究センターとの情報交換などバイオ燃料の物

性計測ニーズの調査を継続し、数種類の FAME 試料

を入手した。粘度については、密閉系設計は進めたが、

現状ニーズを考慮し従来装置によるバイオ燃料

（FAME）標準物質の粘度校正の立ち上げを優先して、

入手した FAME 試料の測定を実施した。 

 

【平成24年度計画】 

・バイオ燃料の品質管理を目的とした分析において測定

機器の校正などに必要となる標準物質として、平成23

年度より延期された開発計画の品目1種1物質を開発し、

関連する品質システムの技術部分を構築する。また、

バイオディーゼル燃料標準物質について原料を入手し、

認証を目的とした分析方法の確立を行う。 

【平成24年度実績】 

・震災により開発の遅れていたバイオ燃料標準物質1種

類1物質（高純度エタノール、認証値：純度、参考

値：炭素14含量）を認証した。また、バイオディーゼ

ル燃料標準物質の原料を入手し、認証のための分析方

法について検討を行った。さらに企業（水分計メーカ

ー）との共同研究により、燃料等に含まれる微量水分

測定の精度管理等に用いることのできる水分分析用標

準物質の開発を開始した。 

  

1-(1)-④ 資源再利用システムの信頼性評価に資する計

量標準 

【第3期中期計画】 

・電気・電子機器の廃棄及び製品のリサイクル並びにこ

れらに係る規制・指令（REACH 規制、WEEE 指令

等）に対応するため、資源再利用システムの信頼性を

評価、分析する上で必要となる標準物質について、新

たに2種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・RoHS 指令等の規制に対応する標準物質の特性値決定

のための技術開発を進め、平成24年度には1種類2物質

について標準物質を開発する。 

【平成24年度実績】 

・RoHS 指令等の規制に対応する標準物質の特性値決定

のための技術開発（プラスチック中のふっ素系有機汚

染物質の分析法、ポリプロピレン中の全臭素の同位体

希釈質量分析法と中性子放射化分析法、および鉛フリ

ーはんだディスク標準物質の評価法）を進め、平成24

年度には1種類2物質（鉛フリーはんだディスク標準物

質の2水準）を開発した。また、複数の既存標準物質

の安定性を評価し、うち2物質について有効期限の5年

延長を行った。さらに、プラスチック中のふっ素系有

機汚染物質分析に関する試験所間比較を企画・実施し

た。 

 

1-(2) ライフ・イノベーションの実現を支える計量標

準の整備 

【第3期中期計画】 

 ライフ・イノベーションの推進に必要な計量標準の早

急な開発、整備を行い、供給を開始する。具体的には、

先進医療機器の開発、標準化に資する計量標準及び予防

を重視する健康づくりに不可欠な臨床検査にかかわる計

量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。また、生

活に直結する食品の安全性や生活環境の健全性確保に資

するため、食品分析にかかわる計量標準、有害化学物質

の分析にかかわる計量標準の開発、整備を行い、供給を

開始する。 

 

1-(2)-① 医療の信頼性確保に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・医療の信頼性確保のため、超音波診断装置、放射線治

療機器等の先進医療機器の開発、利用に必要な超音波

標準、放射線標準等について、新たに4種類の標準を

開発、整備し、供給を開始する。また、医療現場にお

ける医療診断、臨床検査に不可欠な標準物質について、

新たに4種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・ハイドロホン感度校正の周波数範囲を40MHz に拡張

するため、平成23年度に開発した小口径平面振動子か

ら出力される超音波音場測定及び感度測定再現性評価

を実施する。カロリメトリ法による超音波パワー測定

法において、振動子発熱による測定エラーを低減させ

るため、超音波基準振動子を試作、改良して測定を行
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う。震災の影響で平成23年度に実施できなかった、

70W までの超音波パワー校正装置を実現する。 

【平成24年度実績】 

・ハイドロホン感度校正の周波数上限を40MHz へ拡張

するため、小口径平面振動子の超音波音場測定結果か

ら振動子の有効径を算出すると共に、ハイドロホン感

度測定の再現性を評価した。現校正装置による校正結

果と小口径平面振動子による測定感度の差は、

20MHz までの周波数帯域で3%以内であった。カロリ

メトリ法による超音波パワー測定法では、仲介器用超

音波基準振動子と水槽の試作・改良を行い、一次標準

とのずれを7%まで向上させた。また a)水槽の放散、

b)脱気水の比熱容量値、c)温度計の確度を改善した。 

 

【平成24年度計画】 

・医療用リニアックからの高エネルギーX 線について、

グラファイトカロリメータを用いて水吸収線量の評価

を行うとともに、高エネルギー電子線用のグラファイ

トカロリメータを試作する。マンモグラフィ X 線標

準に関連して Rh/Rh 線質の標準を開発するとともに、

W/Rh 線質について各種補正係数の導出など校正技術

を開発する。前立腺がん治療用のヨウ素125医療用密

封小線源に対する線量の校正サービスを開始する。ま

た、Ir-192医療用小線源に対する線量標準を開発する

ために、Ir-192から放出されるγ線のスペクトルを測

定し、γ線のエネルギーの強度比を評価することによ

り、補正係数を導出する。 

【平成24年度実績】 

・医療用リニアックからの高エネルギーX 線について、

グラファイトカロリメータを用いて水吸収線量の評価

を行い、高エネルギー電子線用のグラファイトカロリ

メータを試作した。マンモグラフィ X 線標準に関連

して Rh/Rh 線質の標準を開発した。W/Rh 線質につ

いて各種補正係数の導出を行った。前立腺がん治療用

のヨウ素125医療用密封小線源に対する線量標準を確

立し、校正サービスを開始した。Ir-192医療用小線源

に対する線量標準を開発するために、Ir-192から放出

されるγ線のスペクトルを測定した。 

 

【平成24年度計画】 

・医療現場における医療診断、臨床検査に不可欠な標準

物質について、引き続き4種類の開発に取り組む。平

成24年度はこのうち1種類について2物質以上の標準物

質を開発する。また、これまでに開発した標準物質の

適切な維持管理を行う。 

【平成24年度実績】 

・医療現場における医療診断、臨床検査に不可欠な標準

物質について、4種類の開発に取り組んだ。平成24年

度は3種類について6物質の標準物質（タンパク質標準

物質：C 反応性蛋白溶液第2ロット、核酸標準物質：

定量分析用 RNA、アミノ酸標準物質：チロシン、ヒ

スチジン、トレオニン、セリン）を開発した。また、

これまでに開発した標準物質の維持管理を行い、C-

ペプチドについては有効期限切れに伴うロット更新を

行った。 

 

1-(2)-② 食品の安全性確保に資する標準物質 

【第3期中期計画】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格（食品衛生法、薬事法、米国 FDA 規制、国際食品

規格（コーデックス規格）等）に対応するため、基準

検査項目の分析に必要となる標準物質について、新た

に4種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格に対応した、基準検査項目の分析に必要となる標準

物質について、2種類2物質を開発し、品質システムの

技術部分を構築する。また、既存認証標準物質の安定

性を評価し、適切な維持、管理と供給を行う。さらに、

玄米中の微量元素分析に関する技能試験を企画・実施

する。 

【平成24年度実績】 

・食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規

格に対応した、基準検査項目の分析に必要となる標準

物質について、平成24年度には2種類2物質（微量元素

分析用のミルク粉末標準物質、残留農薬分析用の大豆

標準物質）を開発するとともに、品質システムの技術

部分を構築した。また、既存標準物質の安定性を評価

し、適切な維持、管理と供給を行った。さらに、玄米

中の微量元素分析に関する技能試験および大豆中の残

留農薬分析に関する技能試験を企画・実施した。 

 

1-(2)-③ 生活環境の健全性確保に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・国民の生活環境の健全性を確保するため、大気汚染ガ

ス、地球温暖化ガス、有害ガス等の分析、評価、測定

等に必要となる標準物質について、新たに9種類開発、

整備し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・環境分析や品質管理においてトレーサビリティ源とし

て用いられる標準物質を、平成24年度には2種類2物質

開発する。 

【平成24年度実績】 

・環境分析や品質管理においてトレーサビリティ源とし

て用いられる標準物質を、平成24年度には2種類5物質

（元素標準液はリチウム標準液、ルビジウム標準液お

よびセシウム標準液、高純度物質は塩化ナトリウムと

塩化アンモニウム）を開発した。 
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【平成24年度計画】 

・平成23年度に開発できなかった標準物質については、

要望のより強い標準物質を優先して、1種類1物質の開

発を行う。国際比較については、比較が行われた場合

参加する。既存標準物質の維持、管理を行う。高純度

標準ガスに関しては、昨年度、安定性試験を行わなか

ったので、平成24年度は、安定性試験を行い維持、管

理と供給を行う。 

【平成24年度実績】 

・既存認証標準物質（CRM）の安定性を評価し、適切

な維持、管理と供給を行った。特に昨年度震災により

安定性試験が行えなかった高純度標準ガスの安定性試

験を行った。また、有機標準液に関して NMIJ CRM 
4039a の期限延長を行った。標準ガスに関しては、

NMIJ CRM 3404c および3406c の第3ロットの生産を

行った。さらに、国際比較も予定されていた低濃度酸

素標準ガスの開発を新たに開始した。関連する4件の

国際比較（CCQM-K82、K84、K55c、K101）に参加

した。 

 

1-(3) 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

【第3期中期計画】 

 我が国産業の国際通商を円滑に実施するために必要な

国際規格、法規制に対応する計量標準の開発、整備を行

い、供給を開始する。特に、移動体通信機器の電磁波規

制にかかわる計量標準を重点的に整備する。また、ナノ

デバイス、ナノ材料やロボット分野において、我が国産

業の国際競争力を支援し、国際的な市場展開を支える基

盤的計量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。 

 

1-(3)-① 国際通商を支援する計量標準 

【第3期中期計画】 

・我が国産業の国際通商を支援するため、電磁波不干渉

性及び耐性（EMC）規制等の国際規格、法規制に対

応する計量標準について、新たに10種類開発、整備し、

供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・電力標準に関し、 50GHz～ 75GHz 及び 75GHz～
110GHz 帯一次標準器（WR10及び WR15型導波管）

の開発を継続して進める。高周波インピーダンス標準

に関し、ミリ波同軸および導波管線路の標準を開発す

る。導波管減衰量標準では、75GHz～110GHz への拡

張開発を継続して進める。電磁界強度標準（ホーン、

GTEM セル）について電波暗室の整備と標準開発を

進める。低周波磁界標準の校正周波数範囲拡張の開発

を行う。 

【平成24年度実績】 

・高周波電力標準に関し、50GHz～75GHz 帯及び

75GHz～110GHz 帯一次標準器の開発を進め、プロト

タイプ標準器を開発した。高周波インピーダンス標準

に関し、ミリ波同軸および導波管の標準を確立し、標

準供給を開始した。導波管減衰量標準では、50GHz
～75GHz 帯の標準供給を開始し、75GHz～110GHz
帯への拡張開発を進めた。電磁界強度標準（ホーン、

GTEM セル）について電波暗室の整備と標準開発を

進めた。低周波磁界標準の校正周波数範囲拡張を行っ

た。 

 

1-(3)-② ナノデバイス、ナノ材料の開発と利用に資す

る計量標準 

【第3期中期計画】 

・ナノデバイス、ナノ材料の技術開発と利用に資する計

量標準として、ナノスケールの半導体デバイス製造に

不可欠な線幅標準、ナノ粒子の機能及び特性評価やナ

ノ粒子生産現場の環境モニタリングのための粒径標準、

ナノ機能材料の分析、評価に必要な標準物質等につい

て、新たに10種類の標準を開発、整備し、供給を開始

する。 

 

【平成24年度計画】 

・矩形断面を持つパターン線幅の三次元での形状精度評

価を行う。AFM によるナノメートル粗さについて、

触針式粗さによる測定と親和性の良い測定条件を見い

だす。マイクロフォーカス X 線 CT 装置の最適化を

行い、絶対精度を評価する。角度測定を利用した表面

形状計測技術を開発し、測定の安定性と再現性を確認

する。 

【平成24年度実績】 

・パターン線幅の部分的な AFM 像を複数重ね合わせて

三次元形状データに構築する技術を確立し、不確かさ

成分の評価を進めた。ナノメートル領域の粗さ測定に

関連する規格化の動向を情報収集し、既存の触針式粗

さ測定の規格などとの整合性について検討を進めた。

マイクロフォーカス X 線 CT 装置の測定手順や照射

条件等の最適化を進め、µm オーダの測定再現性を確

認した。角度測定を利用した表面形状計測の技術開発

を進め、絶対表面形状測定におけるナノメートルオー

ダの安定性・再現性を実証した。 

 

【平成24年度計画】 

・拡散管方式低濃度水分発生装置の整備をすすめ、ガス

中低濃度水分発生の実験を行う。簡易型拡散管方式微

量水分発生装置を整備し実験を開始する。 

【平成24年度実績】 

・拡散管方式低濃度水分発生装置で用いる拡散セルを設

計・製作し、ガス中低濃度水分発生の実験を開始した。

その結果、目標とする水分蒸発速度が得られているこ

とを確認した。簡易型拡散管方式微量水分発生装置の

制御・測定プログラムを整備し、複数台の微量水分計
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の同時試験が可能となった。微量水分の一次標準発生

装置を用いた微量水分計の応答試験サービス(依頼試

験)を開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・粒径／粒子質量測定のための自動化ミリカン装置にお

いて、平成23年度に実施できなかった300nm 粒子で

の粒子質量校正実証実験を行い、非自動化装置と同程

度の不確かさが実現できるかどうかを確認する。また、

10nm から300nm を含む範囲における粒径測定の国際

比較に、電気移動度分析法および動的光散乱法を用い

て参加する。 

【平成24年度実績】 

・粒径／粒子質量測定のための自動化ミリカン装置にお

いて、300nm ポリスチレンラテックス標準粒子を対

象に粒子質量校正実証実験を行い、非自動化装置と同

程度の不確かさで質量校正が可能であることを確認し

た。また、ナノ粒子の粒径測定の国際比較に参加し、

電気移動度分析法及び動的光散乱法における測定の共

通的手順書作成に寄与するとともに、10nm から

300nm までの5種類の粒子を対象とする比較にこれら

の方法を用いて参加した。 

 

【平成24年度計画】 

・ナノ機能材料の分析、評価に必要な4種類の標準物質

等のうち、残り3種類の標準物質等の開発を継続する。

平成24年度は標準の開発に不可欠な設備の復旧、性能

確認を完了し、平成23年度開発予定であった標準物質

を含めて、2種類3物質の開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・標準の開発・維持に不可欠な装置を復旧し、既開発の

認証標準物質の安定性を確認するとともに、ナノ機能

材料の分析、評価に必要な標準物質等の開発を行った。

H24年度には半導体デバイスの評価に不可欠な2種類2

物質（シリコン酸化極薄膜およびハフニア薄膜）の認

証標準物質を開発した。また当初予定していた1物質

は適用範囲拡大のためナノ薄膜の厚さの校正サービス

として整備した。 

 

1-(3)-③ ロボットシステム利用の安全性確保に資する

計量標準 

【第3期中期計画】 

・ロボットシステム利用における安全性確保に資するた

め、機能安全設計の信頼性向上に必要な力学標準、振

動標準等について、新たに3種類の標準を開発、整備

し、供給を開始する。 

 

【平成24年度計画】 

・ロボットに使用される各種モータの出力トルクを試験、

検査する計測評価装置と評価方法の開発に向けて、平

成23年度に震災で中断せざるを得なかった既存のモー

タ試験装置等の性能や用途について現状調査を行う。 

【平成24年度実績】 

・ロボットに使用される各種モータの出力トルクを試験、

検査する計測評価装置と評価方法の開発に向けて、モ

ータ試験装置の製品等の調査を行い、0.1N･m～

100N･m 程度のトルク範囲が主な目標になることを確

認した。 

 

【平成24年度計画】 

・衝撃加速度標準については、電荷増幅器の特性を評価

し、その評価結果に基づき加速度計ピックアップ出力

電荷波形を復元する技術を開発する。角振動標準につ

いては、試作した校正装置の校正範囲の検証を行うと

共に、不確かさ要因を検討する。 

【平成24年度実績】 

・衝撃加速度標準について、電荷増幅器の特性評価技術

を開発すると共に、その評価結果に基づき加速度計ピ

ックアップの出力電荷波形を復元する技術を開発した。

角振動標準については、試作した校正装置の発生可能

な角速度範囲が±1000deg/sec であることを確認した。

また、不確かさ要因の検討を行い、支配的要因の一つ

である軸偏心を、ロータリーエンコーダの自己校正機

能によって1秒角程度の精度で評価する技術を開発し

た。 

 

２．国家計量標準の高度化 

【第3期中期計画】 

 国家計量標準を確実に維持、供給するために必要な国

際比較への参加、品質システムの構築を行う。同時に、

ニーズに即した範囲の拡大や不確かさ低減等の高度化を、

計量標準に関する整備計画に即して行う。また、産総研

の校正技術の校正事業者への技術移転を進め、校正事業

者が供給する校正範囲の拡張を進めると同時に、校正事

業者の校正能力を確保するための認定審査を技術面から

支援する。さらに、産業現場まで計量トレーサビリティ

を普及する校正技術の開発や、トレーサビリティ体系の

合理化を行うことで、校正コストの低減や利便性の向上

を実現する。国家計量標準の供給体制について選択と集

中や合理化の視点から見直しを行い、計量標準政策への

提言としてまとめる。計量標準に関する整備計画の改訂

に必要な調査と分析を行い、策定した整備計画について

の情報発信を行う。 

  

2-(1) 国家計量標準の維持、供給 

【第3期中期計画】 

 国家計量標準を維持管理し、JCSS（計量法に基づく

校正事業者登録制度）や依頼試験に基づく校正サービス、

標準物質等の供給を行う。また、ISO/IEC17025等校正

業務の管理に関する国際規格に適合する品質システムを
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構築、運用し、品質システムに則した標準供給を行う。

国際相互承認に係る技術能力（ Calibration and 
Measurement Capability: CMC）の登録の維持、追加

申請（国際基準への適合性確保）に必要となるピアレビ

ューを実施し、国際比較（基幹比較、補完比較、多国間

比較、二国間比較等）へ参加する。 

  

2-(1)-① 国家計量標準の維持、供給 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準を維持管理し、JCSS（計量法に基づく

校正事業者登録制度）や依頼試験に基づく校正サービ

ス、標準物質等の供給を行う。また、ISO/IEC17025

等校正業務の管理に関する国際規格に適合する品質シ

ステムを構築、運用し、品質システムに則した標準供

給を行う。国際相互承認に係る技術能力（Calibration 
and Measurement Capability: CMC）の登録の維持、

追加申請（国際基準への適合性確保）に必要となるピ

アレビューを実施し、国際比較（基幹比較、補完比較、

多国間比較、二国間比較等）へ参加する。 

 

【平成24年度計画】 

・ISO/IEC17025に適合するマネジメントシステムのも

と、国家計量標準を維持し、校正サービスを実施する。

また、ISO/IEC17025および ISO Guide 34に適合し

た標準物質の供給を行う。また、校正サービス、標準

物質のうち、主要な品目に関して、国際相互承認に係

る 技 術 能 力 （ Calibration and Measurement 
Capability: CMC）の登録を維持するとともに、必要

な追加申請を行う。国際相互承認登録のため、ピアレ

ビューおよび品質管理システムに関する認定審査を受

けるとともに、必要な国際比較に参加する。 

【平成24年度実績】 

・ISO/IEC17025に適合する品質管理システムのもと、

国家計量標準を維持し、校正サービスを実施するとと

もに、ISO/IEC17025および ISO Guide 34に適合し

た標準物質の供給を行った。既存の国際相互承認に係

る CMC（校正測定能力）登録に加え、追加申請を行

うため、質量及び関連量分野、電磁気分野、音響・振

動分野、温度・湿度分野、測光・放射分野においてピ

アレビューおよび品質管理システムに関する認定審査

を受けた。また、新たに13件の必要な国際比較に参加

した。 

 

2-(2) 国家計量標準の高度化、合理化 

【第3期中期計画】 

 より高度な技術ニーズや社会ニーズに対応するため、

供給を開始した計量標準の高度化、合理化を進める。特

に、省エネルギー技術の推進、産業現場計測器の信頼性

確保及び中小企業の技術開発力の向上を支援する計量標

準について、供給範囲の拡張、不確かさの低減等の高度

化を行うとともに技術移転等による供給体系の合理化を

行う。 

  

2-(2)-① 省エネルギー技術の利用を支援する計量標準 

【第3期中期計画】 

・省エネルギー機器の開発と利用の推進に不可欠な計量

標準として、12種類の標準について、供給範囲の拡張、

技術移転等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・高性能小型モータの開発と省エネに必要な高精度小容

量トルクメータ（0.1N･m～10N･m）を校正する実験

的研究を継続し、小容量トルクメータの取り付けに関

する技術的課題の解決を図る。「標準コンダクタンス

エレメント」の普及に努めると共に、本技術を用いた

真空計測の標準化を推進する。リーク標準に関しては、

平成23年度に開発した定容流量計の特性評価を引き続

き進め、リーク標準の供給範囲の拡大を図る。 

【平成24年度実績】 

・高精度小容量トルクメータの校正に関する技術的課題

を解決し、計画よりも1年早く校正サービスを開始し

た。標準コンダクタンスエレメント（SCE）の普及

に関してはサポイン（SCE を用いた基準微小ガス導

入装置の開発）を実施し、校正した SCE をユーザー

に頒布すると共に、サポイン（有機 EL 用水蒸気バリ

ア膜の超高感度精密評価装置の開発）を立ち上げ、

SCE の標準化のための試験装置を開発した。リーク

標準に関しては定容流量計の不確かさを評価し、供給

範囲を（0.5～100）&micro;Pa m3/s へと拡張した。 

 

【平成24年度計画】 

・ 交 流 シ ャ ン ト 標 準 の 供 給 範 囲 拡 張 （ 0.1 Ω

/5A/1kHz）を行う。また、高調波電力標準の供給範

囲拡張（100次高調波）に向け、校正方法を開発する。 

【平成24年度実績】 

・標準整備計画に基づき、交流シャント標準の校正方法

について開発を進め、供給範囲の拡張（ 0.1Ω

/5A/1kHz）を行った。また、高調波電力標準の供給

範囲拡張（100次高調波）に向け、6kHz 帯域までの

サンプリング測定技術の開発を進めた。 

 

【平成24年度計画】 

・二次元光検出器の感度校正設備を整備し、校正技術を

確立する。光ファイバパワー標準の波長範囲拡大（広

帯域）に向けた校正技術開発を行う。800nm 帯高出

力 LD 光パワー評価のための1W～10W レーザパワー

標準の波長拡張技術開発を行う。照度応答度の不確か

さ低減のための放射照度場の最適化、分光拡散反射率

の赤外域への範囲拡張に向けた受光光学系の最適化を

行う。 
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【平成24年度実績】 

・二次元光検出器の感度校正技術確立に向け、積分球に

よる均一放射照度場及び二次元走査装置の構築と基礎

特性評価を行った。光ファイバパワー標準の波長範囲

拡大（広帯域化）に向けて、光吸収体の超低反射率性

と入射波長一様性の理論的に検証し、論文として公表

した。800nm 帯高出力 LD 光パワー評価技術確立に

向け光源安定性を評価した。照度応答度不確かさ低減

のため、光学アライメントを精査し放射照度場を最適

化した、分光拡散反射率の波長範囲拡張に向け、赤外

測定用に改良した受光光学系の開発および特性評価を

行った。 

 

【平成24年度計画】 

・供給範囲拡張として、20K～300K での新たな熱膨張

率測定用の標準物質を開発する。供給範囲拡張として、

供給中の熱拡散率依頼試験における被校正器物の受け

入れ形状の拡張を行う。供給範囲拡張として、供給中

の比熱容量依頼試験における校正実施温度範囲の上限

の拡張を行う。 

【平成24年度実績】 

・供給範囲拡張として、20K～300K での新たな熱膨張

率測定用の標準物質の開発について、校正用機器の故

障により開発完了に至らなかったが機器の修復による

環境整備を完了し次年度の開発達成を確実とした。供

給範囲拡張として、熱拡散率依頼試験における被校正

器物の受け入れ形状について、直径10mm に加え直

径5mm を追加拡張した。供給範囲拡張として、比熱

容量依頼試験における校正実施温度範囲の上限を

900K から1600K へと拡張した。 

 

2-(2)-② 産業現場計測器の信頼性確保に資する計量標

準 

【第3期中期計画】 

・産業現場計測器の信頼性を確保するため、品質管理、

認証、認定等に必要となる計量標準として、50種類の

標準について供給範囲の拡張、技術移転等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・固体屈折率標準では、水銀ランプ線波長による標準を

開発する。二次元グリッド校正における安定性と再現

性を確認する。 

【平成24年度実績】 

・固体屈折率標準では、水銀ランプ線波長を用いた校正

装置を開発し、品質システムを構築した。二次元グリ

ッド校正においては、校正に使用する画像測定機の安

定性、再現性に影響を及ぼす要素について実験的検証

を行い、装置のアライメント条件等を明らかにした。 

 

 

【平成24年度計画】 

・平成23年度に見通しを得た利用者端末装置について継

続して商品化を行う。時間周波数標準の遠隔校正技術

について、一層の信頼性確保、不確かさの低減を目指

し、キャリアフェーズ技術等の開発を進めるとともに

アジア太平洋計量計画（APMP）の域内の GPS 受信

機のキャリブレーション・トリップへの参加も行う。

また開発中の関連技術の国際展開に向け、まず

APMP の技術ガイドライン等への反映を実施する。 

【平成24年度実績】 

・遠隔校正サービスの利用者端末装置は商品化に向けた

技術検討の結果、ベンチャー企業（フレックタイム

社）において製造検討ができる状態となった。また日

本のみならず、アジア地域への普及を目指し、APMP
において取り組みを行った結果、目標としたキャリブ

レーション関連の3件のガイドラインを完成させアジ

ア地域においてガイドとして活用されるに至った。さ

らに遠隔校正の不確かさを低減するために必要な

GPS 受信機のキャリブレーション・トリップに向け

APMP 域内で準備を行った。 

 

【平成24年度計画】 

・ネジ等の締め付けトルクの適正管理に必要な参照用ト

ルクレンチ（0.1N･m～10N･m）を校正する実験的研

究を継続し、参照用トルクレンチのカップリングに関

する技術的課題の解決を図る。気体絶対圧力に関して

は、現行装置と中真空装置との連携などにより、低圧

力への範囲拡大と安定供給可能な装置の開発を検討す

る。高真空標準に関しては、標準化活動を通じて、引

き続き校正技術の普及に努める。 

【平成24年度実績】 

・参照用トルクレンチを校正する実験的研究を継続し、

トルク発生のための力が加わる部分の構造を改良して

摩擦を低減させ、カップリングに関する技術的課題を

解決した。気体絶対圧力に関しては、現行装置（圧力

天びんで校正された差圧計を用いた低圧力校正装置）

と中真空装置（膨張法）との連携により、1Pa～
10kPa の連続した圧力範囲で校正可能なシステムを

構築した。高真空標準に関しては、熱陰極電離真空計

の JIS 原案作成委員会の活動に協力し、共同研究を

通じて高エネルギー加速器研究機構などへの計測技術

の普及を図った。 

 

【平成24年度計画】 

・流量分野では、石油中流量においてスピンドル油を用

いて動粘度約20mm2/s の高粘度での標準を開発する。 

【平成24年度実績】 

・流量分野では、石油中流量においてスピンドル油を用

いて動粘度約20mm2/s の高粘度での標準を0.1m3/h～
15m3/h の範囲で実現し、標準供給を開始した。 
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【平成24年度計画】 

・周波数範囲を拡大させた音響校正器について、品質シ

ステムを構築する。基準音源の音響パワー校正を行う

ために必要な校正技術の開発を推進する。自由音場で

の比較校正による20Hz～20kHz の WS3形マイクロホ

ンの自由音場感度の標準を開発する。ロックウェル硬

さ B スケール標準に対して不確かさ評価のための基

礎データ収集を進める。カロリメトリ法による70W
までの超音波パワー、相互校正法による100kHz～
1MHz のハイドロホン感度の標準を開発する。 

【平成24年度実績】 

・音響校正器の校正範囲を31.5Hz～16kHz に拡大した。

20Hz～20kHz の WS3形マイクロホン自由音場感度校

正装置を完成した。基準音源の音響パワーレベル校正

用データを収集した。ロックウェル硬さ B スケール

は、日本試験機工業会と持回り試験を実施し、技術報

告に纏めた。ロックウェル硬さ C スケールは、三次

元測定装置によるダイヤモンド圧子形状の直接検証実

験を行った。カロリメトリ法による70W 迄の超音波

パワーは、水槽等に関するデータを蓄積した。相互校

正法による100kHz～1MHz のハイドロホン感度を、

外国標準研の値と比較し妥当性を確認した。 

 

【平成24年度計画】 

・高周波インピーダンス標準の同軸 N 型50Ωおよび同

軸 N 型75Ωの低周波独自標準を開発する。アンテナ

係数（超広帯域アンテナ）の周波数範囲拡張のための

標準開発を継続して進める。 

【平成24年度実績】 

・高周波インピーダンス標準の同軸 N 型50Ωおよび同

軸 N 型75Ωの低周波独自標準を開発した。アンテナ

係数（超広帯域アンテナ標準）の周波数範囲拡張のた

めの標準開発を進め、1GHz～18GHz のダブルリッジ

ドガイドホーンアンテナ標準の校正システムを開発し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・1550nm における単一光子検出器の量子効率校正設備

を整備し、校正技術を確立する。光減衰量の1310nm
帯（広帯域）における校正技術ならびに波長依存性に

関わる不確かさ評価方法を確立するとともに、波長範

囲拡大に向けた校正技術開発を行う。紫外光源や比較

測定用受光器の各種パラメータの最適化や不確かさ評

価等を行い、紫外域での分光拡散反射率の標準技術を

確立する。 

【平成24年度実績】 

・波長1550nm の相関二光子発生光源を開発し、単一光

子検出器の量子効率校正技術を確立した。1310nm 帯

及び1550nm 帯光減衰量標準の波長広帯域化に関して、

不確かさ増大が無いことを確認し、供給範囲拡張整備

を完了した。可視・近赤外波長域での光パワーメータ

応答非直線性の波長依存性測定と理論的考察を行い、

当該波長域でのビーム入射式応答直線性校正技術を確

立した。紫外域の絶対反射率の確立および比較測定シ

ステムの最適化や不確かさ評価を完了し、紫外域での

分光拡散反射率の標準供給開始の体制を整えた。 

 

【平成24年度計画】 

・線量当量標準の開発に向け、γ線線量当量標準の供給

を開始するとともに、中硬 X 線領域における X 線エ

ネルギースペクトルの評価技術を開発する。低レベル

放射能測定の技能試験に必要な標準線源を開発する。

カリホルニウム線源を用いた連続スペクトル中性子フ

ルエンス標準（重水減速）を開発する。 

【平成24年度実績】 

・線量当量標準の開発に向け、γ線線量当量標準の供給

を開始した。中硬 X 線領域における X 線エネルギー

スペクトルの評価技術を開発し、X 線エネルギースペ

クトルを測定した。低レベル放射能測定の技能試験で

用いることが出来る放射性セシウムを含む玄米の認証

標準物質を開発した。カリホルニウム線源を用いた連

続スペクトル中性子場の特性評価を行い、校正手順を

確立し、さらに APMP 国際比較に参加、測定を実施

した。 

 

【平成24年度計画】 

・低温分野では、震災被害復旧を継続し白金抵抗温度計

の標準供給を24K まで再開すると共に、極低温抵抗

温度計標準供給の立ち上げに必要な PLTS-2000を実

現するため核断熱消磁冷凍機を試作する。1492℃の共

晶点セルを用いて高温用熱電対を校正する際の不確か

さを評価する。高温領域の放射温度では、熱力学温度

値決定のために放射温度計の絶対感度校正システムを

開発する。 

【平成24年度実績】 

・低温分野では、白金抵抗温度計の標準供給を24K ま

で再開すると共に、極低温抵抗温度計標準供給の立ち

上げに必要な PLTS-2000を実現するための核断熱消

磁冷凍機を試作した。1492℃の共晶点セルを用いて高

温用熱電対を校正する際の不確かさを評価をし、H25

年度依頼試験の供給開始に向けた準備を進めた。高温

領域の放射温度では、放射温度計の絶対感度校正シス

テムを構築し、シリコン検出器を暫定的な参照標準と

した比較測定を試行した。 

 

【平成24年度計画】 

・光散乱による粒子計数において最小可測粒径域近傍で

の偽計数の低減を行い、少なくとも1－10マイクロメ

ートルを含む粒径範囲で液中粒子数濃度の校正技術を

確立する。また気中粒子数濃度校正において、現在の
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校正可能濃度範囲（10の3から4乗個／立方センチメー

トル）を10個／立方センチメートルまで低濃度側に拡

張する。 

【平成24年度実績】 

・光散乱による液中粒子計数において、迷光や電気ノイ

ズ等により発生する偽計数の低減を行い、1マイクロ

メートル粒径域で偽計数の発生がないことを確認した。

さらにこの粒径域での個数濃度測定の不確かさ評価を

行い、これに基づいて1－10マイクロメートルの粒径

範囲における液中粒子数濃度の校正技術を確立した。

また気中粒子数濃度校正において、試料を段階希釈す

る際の各段階での不確かさ評価を連結する手法を用い

て、現在の校正可能濃度範囲下限（1000個／立方セン

チメートル）を1個／立方センチメートルまで低濃度

側に拡張した。 

 

2-(2)-③ 中小企業の技術開発力向上に資する計量標準 

【第3期中期計画】 

・中小企業の技術開発力の向上に不可欠な計量標準とし

て、9種類の標準について、供給範囲の拡張、技術移

転等を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・電圧の2次標準器に関しては改良版プロトタイプを完

成させ、7.2V の高安定化を行う。7.2V の高安定化の

めどがついたら、そのパッケージを検討するとともに、

平成23年度に実施できなかった分圧器の開発を開始す

る。抵抗の二次標準器に関しては、10Ωの商品化評価

を行う。同時に1kΩのプロトタイプを JEMIC と共同

して評価する。また、交流電圧計の標準では、平成25

年度以降に予定されている電圧1V および100mV 低電

圧領域への拡張に関する研究開発を行う。 

【平成24年度実績】 

・電圧の2次標準器に関しては改良版プロトタイプを完

成させ、7.2V の高安定化に成功した。それらのプロ

トタイプは市販品と同等の安定性を有することを確認

した。そのパッケージと分圧器の設計を開始した。抵

抗の二次標準器に関しては、100Ωと同等の性能を有

する10Ω抵抗器の開発に成功した。交流電圧計標準に

関しては、100Ωおよび10Ωのヒータ抵抗を有する薄

膜型サーマルコンバータを試作し低周波特性の評価を

行った。その薄膜型サーマルコンバータを用い、電圧

実効値1V および100mV の交流電圧計の評価を開始し

た。 

 

【平成24年度計画】 

・同軸減衰量標準の110dB までの拡張する。テラヘル

ツ標準に関して時間領域分光測定方式の精度管理技術

の開発を進める。微小アンテナ（ループアンテナ）係

数に関し、9kHz～30MHz の周波数範囲において校正

点を拡張する。 

【平成24年度実績】 

・同軸減衰量標準を110dB まで拡張した。テラヘルツ

帯標準に関して時間領域分光測定方式の精度管理技術

の開発を進め、評価技術を確立した。微小アンテナ係

数（ループアンテナ標準）に関し、9kHz～30MHz の

周波数範囲において校正点拡張の開発を完了した。 

 

2-(3) 計量標準政策に関する調査と技術支援 

【第3期中期計画】 

 我が国の計量関係団体、機関への参画や、計量標準総

合センター（NMIJ）計測クラブの運営を通じて、計量

トレーサビリティ体系に関するニーズ調査や分析を行う。

その成果に基づき、政府の計量トレーサビリティ施策に

対する技術的支援を、知的基盤整備特別委員会や計量行

政審議会等を通じて行う。 

  

2-(3)-① 計量標準政策に関する調査と技術支援 

【第3期中期計画】 

・我が国の計量関係団体、機関への参画や、計量標準総

合センター（NMIJ）計測クラブの運営を通じて、計

量トレーサビリティ体系に関するニーズ調査や分析を

行う。その成果に基づき、政府の計量トレーサビリテ

ィ施策に対する技術的支援を、知的基盤整備特別委員

会や計量行政審議会等を通じて行う。 

 

【平成24年度計画】 

・計測標準フォーラムや NMIJ 計測クラブにおいて、

技術的な情報交換と計量標準や計量トレーサビリティ

体系に関するニーズの把握を継続するとともに、より

効果的な開催方法を検討する。 

【平成24年度実績】 

・計測標準フォーラム第10回講演会を2012年11月に開催

し、計量トレーサビリティや不確かさ、基本単位の定

義の変更に向けた国際的動向に関する最新の情報提供

と意見交換を行った。不確かさクラブなど合計34の

NMIJ 計測クラブの会合を開催し、関連する技術の情

報交換や計量標準の普及啓発とニーズの把握を行った。

特に、ユーザーニーズの把握を強化する試みとして、

CMM（3次元測定機）ユーザーズクラブを立ち上げ

た。また、知的基盤整備特別委員会に参画し、今後の

計量標準整備の方向性について検討した。 

 

2-(4) 計量標準供給制度への技術支援 

【第3期中期計画】 

 JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、事業者認定のための技術審査、技能試験の実施、

技術的な指針やガイド等の審査基準文書作成を通して計

量標準供給制度の運用に関する技術支援を行い、JCSS
等の普及及び拡大に貢献する。 
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2-(4)-① 計量標準供給制度への技術支援 

【第3期中期計画】 

・JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、事業者認定のための技術審査、技能試験の実施、

技術的な指針やガイド等の審査基準文書作成を通して

計量標準供給制度の運用に関する技術支援を行い、

JCSS 等の普及及び拡大に貢献する。 

 

【平成24年度計画】 

・JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等にお

いて、認定機関が実施する事業者認定において、技術

審査、技能試験参照値等の提供、審査に係る技術的な

指針やガイド等の文書作成等において、協力を行い、

JCSS 等を通じ計量トレーサビリティのさらなる普及、

拡大を図る。 

【平成24年度実績】 

・計量トレーサビリティの普及、拡大のために、JCSS
（計量法に基づく校正事業者登録制度）等において、

認定機関が実施する事業者認定において、84件の技術

審査への協力、38件の技能試験参照値の提供、17件の

技術指針等の作成への協力を実施した。 

 

2-(5) 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

【第3期中期計画】 

 産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの

普及を図るため、校正のコスト低減や効率性向上に必要

な技術を自ら開発又は業界との連携の下で開発を行うと

ともに、開発した技術を適用した校正等を実施する。新

たな供給方法として、産業現場で直接校正可能な技術等

の開発を行い、トレーサビリティ体系の合理化を図る。 

  

2-(5)-① 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

【第3期中期計画】 

・産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの

普及を図るため、校正のコスト低減や効率性向上に必

要な技術を自ら開発又は業界との連携の下で開発を行

うとともに、開発した技術を適用した校正等を実施す

る。新たな供給方法として、産業現場で直接校正可能

な技術等の開発を行い、トレーサビリティ体系の合理

化を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・NMIJ にトレーサブルな標準物質の供給に関しては、

産総研依頼試験による純度校正サービスの範囲を医

療・健康分野へと拡大、これまでと合わせて150物質

以上の校正サービスを行う。また、核磁気共鳴法によ

る有機化合物の校正技術に関しては、フッ素に関して、

基準物質の開発と測定法の標準化を進め、世界に先駆

けて校正技術を実用化する。 

 

【平成24年度実績】 

・NMIJ にトレーサブルな標準物質の供給に関しては、

産総研依頼試験による純度校正サービスの範囲を医

療・健康分野に展開し、新たに30物質の純度校正を可

能にして、校正サービスの対象物質を150物質以上に

拡充した。また、核磁気共鳴法による有機化合物の校

正技術に関しては、フッ素に関して基準物質の選定と

測定法の確立について見通しを得た。 

 

３．法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

【第3期中期計画】 

 法定計量業務について、品質管理の下に適正な試験検

査、承認業務を実施する。特定計量器の利用状況の調査

等を通して計量行政を支援するとともに、計量器の信頼

性を検証するための適合性評価システムの整備・普及を

促進する。 

  

3-(1) 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

【第3期中期計画】 

 特定計量器の基準器検査、型式承認試験、型式承認審

査等の技術的な試験検査業務を国際標準に基づく品質管

理の下に適正に実施する。さらに特定計量器の技術規格

整備や法定計量体系の高度化、合理化、国際化等の政策

課題に関して、利用者、製造事業者及び民間認証機関へ

の調査を通して、計量行政への支援を行う。 

  

3-(1)-① 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

【第3期中期計画】 

・特定計量器の基準器検査、型式承認試験、型式承認審

査等の技術的な試験検査業務を国際標準に基づく品質

管理の下に適正に実施する。さらに特定計量器の技術

規格整備や法定計量体系の高度化、合理化、国際化等

の政策課題に関して、利用者、製造事業者及び民間認

証機関への調査を通して、計量行政への支援を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・法定計量業務を適正かつ着実に実施する。継続的に関

連する品質マニュアル等の合理的かつ効率的な法定計

量業務の実施に必要な法体系の整備を行う。基準器検

査については、JCSS の活用を念頭にした合理的な検

査方法の検討を推進する。計量器の JIS 化について

は、自動はかり各機種の国際整合化を推進する。法定

計量クラブを活用したニーズ調査を計量業界に対して

行い、その結果を適切な法定計量の実施に反映させる

ための検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・非自動はかり、積算体積計等の全ての特定計量器の型

式審査業務、タクシーメーターの型式承認試験業務及

び基準振動レベル計の基準器検査業務などの法定計量

業務を標準処理期間を遵守し着実かつ適正に実施した。
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また、OIML 適合性試験を実施し証明書を発行した。

計量器の JIS 化については、本年度、非自動はかり、

ガスメーターの改訂、及び振動レベル計、騒音計及び

濃度計の策定の為の検討会を立ち上げ次年度での草案

作成の目処をつけた。法定計量クラブは、本年度初め

て大阪開催を実施し、法定計量の検則 JIS 化の現状

について講演した。 

 

3-(2) 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

【第3期中期計画】 

 特定計量器について、技術基準の国際整合化を図り、

その技術基準に基づき製造される特定計量器の新たな適

合性評価技術の開発、整備を行う。また、一般計測、分

析器及びそれが生み出す測定結果の信頼性を評価する技

術の開発を行い、評価基準の作成、普及を図る。さらに、

一般計測器、分析器の内蔵ソフトウェア、計測器モジュ

ールの評価技術基準を作成し、普及を図る。 

  

3-(2)-① 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

【第3期中期計画】 

・特定計量器について、技術基準の国際整合化を図り、

その技術基準に基づき製造される特定計量器の新たな

適合性評価技術の開発、整備を行う。また、一般計測、

分析器及びそれが生み出す測定結果の信頼性を評価す

る技術の開発を行い、評価基準の作成、普及を図る。

さらに、一般計測器、分析器の内蔵ソフトウェア、計

測器モジュールの評価技術基準を作成し、普及を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・日本では特定計量器に指定されていないが、取引証明

に多く使用されているコンベアはかり等の自動はかり

の JIS について、国際整合化を計り、また、併せて

検査技術の検討を行い、計量証明書発行の是非を検討

する。新たな技術基準が導入された水道メーターの耐

久性評価の手法について、使用者、製造メーカーと共

に検討を開始し、今後の有効期間の設定の指針を作成

する。国際化への対応については、OIML 又は IEO
会議等に積極的に参加し我が国の意見を反映させる。 

【平成24年度実績】 

・自動はかりの JIS 化については全体の方向性の検討

が終了し、次年度以降、国際整合を図り、将来の計量

証明書の発行を見据えた JIS 化事業に着手すること

となった。水道メーターの耐久性評価については、経

済産業省のもとで使用者、製造メーカーとの検討会を

設け、今後の法定計量における有効期間設定の指針を

作成し、報告した。OIML 又は IEO 会議等について

は、包装商品等の国際会議の日本開催に積極的に関与

し、また、燃料油メーター、水道メーター等の国際会

議に参加して、我国の意見を規格改訂に反映させるこ

とが出来た。 

４．国際計量標準への貢献 

【第3期中期計画】 

 計量にかかわる国内の技術動向の調査に基づいて、計

量標準、法定計量に関連する国際活動に主導的に参画す

る。特に我が国の技術を反映した計量システムや先進的

な計量標準を諸外国に積極的に普及させるとともに、メ

ートル条約と法定計量機関を設立する条約の下、メンバ

ー国と協調して国際計量標準への寄与に努める。また、

二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維持により、製

品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、特定

の計量器の適合性評価結果の受入れを可能にするための

国際協力を行う。 

  

4-(1) 次世代計量標準の開発 

【第3期中期計画】 

 国際計量標準の構築において我が国の優位性を発揮す

るため、秒の定義やキログラムの定義等を改定する革新

的な計量標準の開発を世界に先駆けて行う。その成果を

国際度量衡委員会（CIPM）、同諮問委員会、作業部会

等を通して国際計量標準に反映させる。また、環境、医

療、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、エネルギ

ー関連等の先端産業技術を支援する戦略的な計量標準に

関しては、先進国の計量標準研究所との競争と協調の下

に効率的に開発を進める。 

  

4-(1)-① 次世代計量標準の開発 

【第3期中期計画】 

・国際計量標準の構築において我が国の優位性を発揮す

るため、秒の定義やキログラムの定義等を改定する革

新的な計量標準の開発を世界に先駆けて行う。その成

果を国際度量衡委員会（CIPM）、同諮問委員会、作

業部会等を通して国際計量標準に反映させる。また、

環境、医療、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、

エネルギー関連等の先端産業技術を支援する戦略的な

計量標準に関しては、先進国の計量標準研究所との競

争と協調の下に効率的に開発を進める。 

 

【平成24年度計画】 

・シリコン28同位体濃縮結晶によるアボガドロ定数の測

定精度を更に向上させるために、球体体積評価用干渉

計を2e-8にまで高精度化する。改良した干渉計により

球体体積を測定し、国際研究協力により得られるシリ

コン28同位体濃縮結晶の格子定数、モル質量などの測

定結果と合わせて、2e-8の相対不確かさでのアボガド

ロ定数決定を目指す。基礎物理定数によりキログラム

を定義するために、二つの異なる方法によりアボガド

ロ定数およびプランク定数を高精度に決定する国際共

同研究を新たに開始する。 

【平成24年度実績】 

・球体体積評価用干渉計高精度化に必要な新たな光学部
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品、高精度測温装置等の選定・導入を実施したが、い

ずれも特殊仕様のためすべてを年度内導入することは

できず、2e-8までの高精度化は至らなかった。シリコ

ン28同位体濃縮結晶球体をより真球に近づけるための

研磨、及び同結晶のモル質量と格子定数の国際研究協

力による決定により目標精度での球体体積測定による

アボガドロ定数高精度化の準備が整った。キログラム

再定義に向け二つの異なる方法によりアボガドロ定数

およびプランク定数を決定する国際共同研究を9月か

ら開始した。 

 

【平成24年度計画】 

・Yb 光格子時計の周波数評価を完成させ、絶対周波数

測定結果を発表する。Sr 光格子時計では、狭線幅光

コムを用いて、冷却用光源及び時計遷移レーザの安定

化を同時に行う。さらに、冷却した Sr 原子を光格子

に閉じ込め、時計遷移レーザによる分光を行う。 

【平成24年度実績】 

・Yb 光格子時計の周波数評価を完成させ、絶対周波数

測定を3.9E-15の不確かさで行い、研究発表を行った。

この測定結果を国際度量衡委員会時間周波数諮問委員

会へ報告し、Yb 光格子時計の秒の二次表現への採択

に貢献した。Sr 光格子時計では、狭線幅光コムを用

いて、冷却用光源及び時計遷移レーザの安定化を同時

に行った。さらに、冷却した Sr 原子を光格子に閉じ

込め、時計遷移レーザによる分光を行った上、時計遷

移レーザの安定化を行った。 

 

4-(2) 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

【第3期中期計画】 

 国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制

（MRA）及び計量器の技術基準の同等性に関する国際

相互受入れ取決め（MAA）を発展させる活動に率先し

て取り組む。具体的にはメートル条約に係る国際機関、

地域機関において技術委員会の主査を務める等、主導的

な活動を行う。また、国際貢献の観点から通商の基盤と

なる計量標準確立への途上国支援を行う。 

  

4-(2)-① 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

【第3期中期計画】 

・国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制

（MRA）及び計量器の技術基準の同等性に関する国

際相互受入れ取決め（MAA）を発展させる活動に率

先して取り組む。具体的にはメートル条約に係る国際

機関、地域機関において技術委員会の主査を務める等、

主導的な活動を行う。また、国際貢献の観点から通商

の基盤となる計量標準確立への途上国支援を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・国際計量研究連絡委員会を開催し、計量標準、法定計

量に関する我が国の意見を取りまとめ、メートル条約

の国際度量衡委員会、諮問委員会や国際法定計量委員

会へ適切な専門家を派遣する。また、メートル条約の

国際機関、地域機関において技術委員長等のポストを

継続して獲得する。さらに、途上国の国家計量機関か

らの産総研への研修生の受け入れにおいて、関係機関

との調整を行う。平成23年度から実施が延期された国

際法定計量機関の技術分科会の日本開催に協力する。 

【平成24年度実績】 

・国際度量衡委員ポストを継続して獲得し、メートル条

約の国際度量衡委員会、諮問委員会、作業部会に専門

家を派遣し、ワークショップの開催にも貢献した。我

が国の対処方針を議論する国際計量研究連絡委員会を

2回開催した。国際法定計量機関総会と国際法定計量

委員会に専門家を派遣し、技術委員会 TC6の日本開

催に貢献した。アジア太平洋計量計画では、技術委員

長のポスト2件を継続し、新規に2件を獲得した。海外

計量機関から4名の産総研技術研修生受け入れを調整

した。 

 

4-(3) 計量標準分野における校正、法定計量分野にお

ける適合性評価の国際協力の展開 

【第3期中期計画】 

 製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、

特定の計量器における適合性評価結果の受入れを可能に

するための調査、技術開発を行う。また、受入れに必要

となる二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維持等の

国際協力を行う。 

  

4-(3)-① 計量標準分野における校正、法定計量分野に

おける適合性評価の国際協力の展開 

【第3期中期計画】 

・製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、

特定の計量器における適合性評価結果の受入れを可能

にするための調査、技術開発を行う。また、受入れに

必要となる二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維

持等の国際協力を行う。 

 

【平成24年度計画】 

・計量に関する二国間の MOU に基づいて、引き続き

計量標準の同等性に関する技術協力について相手国の

機関との調整を行う。具体的には、外国の国家計量標

準機関に対してピアレビューアの派遣、招聘や計量標

準の国際比較について調整を行う。日中計量標準会議

及び日韓計量計測標準協力委員会への参加団の派遣に

協力する。 

【平成24年度実績】 

・計量に関する二国間の MoU（計量標準6カ国、法定

計量3カ国）に基づいて、相手国の機関と技術専門家

やピアレビューアの派遣、招聘の調整を行った。また、
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第10回 NMIJ-KRISS 所長会談（福岡）に参加団を派

遣し、第35回日韓計量計測標準協力委員会（済州）へ

の参加団の派遣に協力した。日中計量標準会議は次年

度に延期された。さらに、産総研主催の海外でのワー

クショップ（バンコク）において、タイ国計量標準機

関（NIMT）などへの協力要請等調整を行った。 

 

５．計量の教習と人材の育成 

【第3期中期計画】 

 法定計量業務に対応できるよう、国内の法定計量技術

者の技術力向上を図るための教習を企画、実施する。公

的機関、産業界及び開発途上諸国の計量技術者に対し、

計量標準技術と品質システムの研修を行い、人材育成を

行う。 

  

5-(1) 計量の教習 

【第3期中期計画】 

 計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部

門を中核として法定計量の教習を企画、実施して、国内

の法定計量技術者の技術力向上を図る。 

  

5-(1)-① 計量の教習 

【第3期中期計画】 

・計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部

門を中核として法定計量の教習を企画、実施して、国

内の法定計量技術者の技術力向上を図る。 

 

【平成24年度計画】 

・地方庁の計量職員及び計量士を目指す技術者のため、

一般計量、一般特別教習、環境計量特別等の教習、指

定製造事業者制度教習、短期計量教習などの教習及び

ダイオキシン関連の管理者講習等の研修を行う。また、

これらの教習等に関する地方開催の可能性、特定教習

の拡大、サービス向上及びより良い運営を行うための

検討を行う。 

【平成24年度実績】 

・平成24年度に計画した一般計量教習（後期のみ）を含

む全ての教習及び講習等を実施した。これらの教習等

のうち、非自動はかりの定期検査に関する技術教習に

ついては、東京（臨界副都心センター）、大阪（関西

センター）及び福岡（民間会場）で実施した。また、

都道府県知事が行う基準タンクの検査方法に関する技

術教習を実施した。環境計量講習（濃度）については、

講義及び実習内容の見直し・改善を行った。受講終了

後に実施した『5段階満足度アンケート』の結果は、

4.5（実施回数10回の平均）を得た。 

 

5-(2) 計量の研修と計量技術者の育成 

【第3期中期計画】 

 計量にかかわる公的機関、産業界及びアジア諸国の技

術者を対象として、啓発、教育、技術トレーニング等の

人材育成プログラムの開発を行い、人材育成を行う。ま

た、計量技術者の自発的な成長を促進するため、計量技

術に関する情報について体系的に整理を行い、公開する。 

  

5-(2)-① 計量の研修と計量技術者の育成 

【第3期中期計画】 

・計量にかかわる公的機関、産業界及びアジア諸国の技

術者を対象として、啓発、教育、技術トレーニング等

の人材育成プログラムの開発を行い、人材育成を行う。

また、計量技術者の自発的な成長を促進するため、計

量技術に関する情報について体系的に整理を行い、公

開する。 

 

【平成24年度計画】 

・計量関係技術者を対象とした技術研修事業として、計

測の不確かさ研修及び分析技術者研修を行う。また、

主として、環境計量証明事業者を対象とした環境計量

士（騒音・振動関係）スキルアップ研修を行う。 

【平成24年度実績】 

・計量関係技術者を対象とした技術研修事業として、計

測の不確かさ研修（中級・上級コース）を行った。分

析技術者研修については、募集定員に満たないことか

ら中止した。また、環境計量士（騒音・振動関係）を

対象としたスキルアップ研修として自動車騒音（2日

間）及び航空機騒音（2日間）の評価技術コースを実

施した。 

 

【平成24年度計画】 

・計量技術者の技術向上に資する技術文書をホームペー

ジに掲載するとともに、計量技術者を対象とした計量

標準に関するセミナー、講演会を実施する。 

【平成24年度実績】 

・計量標準報告などを通じて、調査資料や技術文書を10

件ホームページに掲載した。また、計量技術者を対象

とする、NMIJ 成果報告会、国際計量標準シンポジウ

ム、法定計量セミナー等のセミナーを開催した。 
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５．職  員 

平成24年度形態別・機能別職員数 

所属名称 役員 職員 

              

総計 研究

職 

          

事務職

等 

（内） 

パーマ

ネント 

（内） 

招へい

任期付 

（内） 

博士型

任期付 

（内） 

研究テ

ーマ型 

（内） 

産業技

術人材

育成型 

理事 11                 11 

監事 2            2 

参事  1       1 1 

フェロー            

環境・エネルギー分野   1 1 1      1 

ライフサイエンス分野   1 1 1      1 

情報通信・エレクトロニクス分野   1 1 1      1 

ナノテクノロジー・材料・製造分野   1 1 1      1 

計測・計量標準分野   1 1 1      1 

地質分野   1 1 1      1 

水素材料先端科学研究センター   4 3 2   1  1 4 

糖鎖医工学研究センター  7 7 6 1     7 

新燃料自動車技術研究センター   13 13 10  2  1  13 

生命情報工学研究センター   15 15 14 1     15 

生産計測技術研究センター   28 28 25  2  1  28 

バイオメディシナル情報研究センター   11 11 10    1  11 

ナノチューブ応用研究センター   23 23 15 1 2  5  23 

ネットワークフォトニクス研究センター   13 13 6 1 1  5  13 

サービス工学研究センター   18 18 17  1    18 

メタンハイドレート研究センター   10 10 5  1 4   10 

活断層・地震研究センター   30 30 23 1 1  5  30 

幹細胞工学研究センター   17 17 14  1  2  17 

集積マイクロシステム研究センター   23 23 18  2  3  23 

コンパクト化学システム研究センター   27 27 24    3  27 

先進パワーエレクトロニクス研究セン

ター   
22 22 16  1 2 3  22 

デジタルヒューマン工学研究センター   15 15 12    3  15 

ナノスピントロニクス研究センター   12 12 8 1 2  1  12 

太陽光発電工学研究センター   37 37 27   8 2  37 

フレキシブルエレクトロニクス研究セ

ンター  
21 21 16  2 2 1  21 

バイオマスリファイナリー研究センター  20 20 17  1  2  20 

計測標準研究部門   240 240 235  2  3  240 

地圏資源環境研究部門   66 66 58  2  6  66 

知能システム研究部門   73 73 68  1  4  73 

計測フロンティア研究部門   57 57 48  2  7  57 

ユビキタスエネルギー研究部門   70 70 63  2 1 4  70 

先進製造プロセス研究部門   103 103 92  4  7  103 

サステナブルマテリアル研究部門   59 59 52  2  5  59 

地質情報研究部門   106 106 95  3  8  106 

環境管理技術研究部門   60 60 50  3  7  60 

環境化学技術研究部門   53 53 48  2  3  53 

エネルギー技術研究部門   117 117 101  4 1 11  117 

情報技術研究部門   38 38 31  1 1 5  38 

安全科学研究部門   45 45 40  1 2 2  45 

健康工学研究部門   64 64 57 1 2  4  64 

生物プロセス研究部門   69 69 61  2  6  69 

バイオメディカル研究部門   77 77 70 1 2  4  77 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門   86 86 79  2  5  86 

ナノシステム研究部門   90 90 84 1   5  90 

ナノエレクトロニクス研究部門   47 47 43  1 1 2  47 

電子光技術研究部門   59 59 58  1    59 

セキュアシステム研究部門   34 34 28 1 1 1 3  34 

ダイヤモンド研究ラボ   8 8 7       1  8 

環境・エネルギー分野研究企画室   9 8 8        1 9 
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所属名称 役員 職員 

              

総計 研究

職 

          

事務職

等 

（内） 

パーマ

ネント 

（内） 

招へい

任期付 

（内） 

博士型

任期付 

（内） 

研究テ

ーマ型 

（内） 

産業技

術人材

育成型 

ライフサイエンス分野研究企画室   5 4 4        1 5 

情報通信・エレクトロニクス分野研究

企画室   
7 6 6        1 7 

ナノテクノロジー・材料・製造分野研

究企画室   
6 5 5        1 6 

計測・計量標準分野企画室   4 3 3        1 4 

地質分野研究企画室   7 6 6        1 7 

地質調査情報センター   21 8 8        13 21 

地質標本館   16 9 9        7 16 

計量標準管理センター   27 19 19        8 27 

ナノデバイスセンター  9 9 7 1 1    9 

企画本部   66 43 43         23 66 

コンプライアンス推進本部   15 3 3         12 15 

イノベーション推進本部   14 14 14         14 

イノベーション推進企画部   19 11 11        8 19 

知的財産部   23 5 4 1       18 23 

産学官連携推進部   45 8 8        37 45 

国際部   16 7 7        9 16 

ベンチャー開発部   9 3 3        6 9 

国際標準推進部   8 5 5        3 8 

つくばイノベーションアリーナ推進部   16 7 6 1       9 16 

イノベーションスクール   2 2 2         2 

研究環境安全本部   1 1 1         1 

研究環境安全企画部   14 2 2        12 14 

環境安全管理部   28 13 12 1       15 28 

研究環境整備部   28          28 28 

情報環境基盤部   16 4 4        12 16 

総務本部               

人事部   60 6 6        54 60 

財務部   41          41 41 

ダイバーシティ推進室   4 3 3        1 4 

業務推進支援部   12          12 12 

評価部   20 17 17        3 20 

広報部   22 3 3        19 22 

東京本部               

北海道センター   22 5 5        17 22 

東北センター   17 5 5        12 17 

つくばセンター   3 3 3         3 

つくばセンターつくば中央第一事業所   13          13 13 

つくばセンターつくば中央第二事業所   38          38 38 

つくばセンターつくば中央第三事業所   13 1 1        12 13 

つくばセンターつくば中央第四事業所   13          13 13 

つくばセンターつくば中央第五事業所   19 1 1        18 19 

つくばセンターつくば中央第六事業所   14          14 14 

つくばセンターつくば中央第七事業所   16          16 16 

つくばセンターつくば西事業所   20          20 20 

つくばセンターつくば東事業所   15          15 15 

臨海副都心センター   23 4 4        19 23 

中部センター   33 8 8        25 33 

関西センター   44 14 14       30 44 

中国センター   13 3 3        10 13 

四国センター   13 3 3        10 13 

九州センター   16 2 2        14 16 

職員合計 13 2929 2275 2037 14 60 24 140 654 2942 
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